
別記様式第２号（その１の１）

備 考

臨床福祉専門学校(東京都江東区塩浜)

介護教員養成学科(廃止△80)

言語聴覚療法学科(廃止△160)　※平成32年4月学生募集停止

理学療法学科/昼(廃止△240)　※平成31年4月学生募集停止

理学療法学科/夜(廃止△160)　※平成31年4月学生募集停止

柔道整復学科(廃止△180)　※平成30年4月学生募集停止

日本福祉教育専門学校(東京都新宿区高田馬場)

ソーシャル･ケア学科(廃止△160)　※平成32年4月学生募集停止

社会福祉学科(廃止△70)　※平成32年4月学生募集停止

開設時期及
び開設年次

編入学
定　員

新 設 学 部 等 の 名 称
収容
定員

学位又
は称号

入学
定員

修業
年限

リハビリテーション
学部
［School of
Rehabilitation］

所　在　地

年 人 年次
人

人 年月
年次

新 設 学 部 等 の 目 的

ガッコウホウジン　ケイシンガクエン

大 学 の 名 称

専門職大学の設置

東京保健医療専門職大学（Tokyo Professional University of Health Sciences）

計 画 の 区 分

フ リ ガ ナ

学校法人　敬心学園

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

基　本　計　画　書

設 置 者

大 学 本 部 の 位 置

リハビリテーション学部は、保健医療の専門職業人として高い専門知識と技術を涵養する
と共に、多様な生活者のQOL（Quality of life、生活の質）の維持・向上に関する知見を
身に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメント
の知識を養い、共生社会の実現に貢献する理学療法士、作業療法士を養成することを目的
とする。

大 学 の 目 的

東京保健医療専門職大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、敬心学園の理念「他人を
敬い、自らを律し、人々の心をもっとも大切にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創
造する」の下、「健常者・障がい者、若年者・高齢者など多様な人々が『共生できる社会
の実現と発展』を目指す」を建学の精神に掲げ、実践的かつ高度な保健医療の理論と技術
を教授研究し、豊かな人間性を備えた「共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」
となる専門職業人材を養成し、保健医療分野の発展に貢献することを目的とする。

基 本 計 画

事 項

フ リ ガ ナ トウキョウホケンイリョウセンモンショクダイガク

記 入 欄

東京都江東区塩浜2丁目22番10号

平成32年4月
第1年次

平成32年4月
第1年次

作業療法学科
［Department of
Occupational
Therapy］

作業療法学士
（専門職）

［Bachelor of
Occupational
Therapy］

320

4

640計 160 0

80 0

東京都江東区塩浜2丁目
22番10号

80 0 320 理学療法学士
（専門職）

［Bachelor of
Physical
Therapy］

理学療法学科
［Departmemt of
Physical
Therapy］

4

実験・実習演習
新設学部等の名称 卒業要件単位数

科目

科目

開設する授業科目の総数
講義

科目86

89

145科目

計

科目

16

17 134 科目

単位

単位

科目
リハビリテーション学部
理学療法学科

リハビリテーション学部
作業療法学科

145

25

28

127

新
設
学
部
等
の
概
要

教育
課程

同一設置者内における
変 更 状 況
（定員の移行，名称の
変 更 等 ）

科目

1



人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

㎡ ㎡ ㎡
㎡ ㎡ ㎡
㎡ ㎡ ㎡
㎡ ㎡ ㎡
㎡ ㎡ ㎡

（ （　　　　　　 （　　　　　　 （　　　　　　

運動室の他、江東
区公共体育館7ヶ
所・運動場10ヶ所
と利用契約を締結

図書は完成年度ま
で計画的に整備
電子ジャーナル費
用は図書購入費に
含む

（650）
閲覧座席数 収納可能冊数

(21)(3[1]) （3,248）(50[1])

図
書
・
設
備

リハビリテーション
学部

(19,327[325])
計

21,327[325]

21650 3,248
(19,327[325])

650
(21)
213,2483[1]

[うち外国書]

(50[1])

[うち外国書]

共 同 研 究 費 等
図 書 購 入 費

1,900千円 1,600千円

29,600千円
208,579千円

学生１人当り
納付金

理学療法学科

設 備 購 入 費

作業療法学科

1,900千円 1,600千円

第２年次

－千円 8,365千円 －千円 －千円

（補助職員 －人）

21,327[325]

室

3[1]

40
(21)

合　　　　計

-

44
(0) (21)

既
設
分

(該当なし)

27
(18)

(7)
23

(7) (41)

(-)

11

(-)

- -

実験実習室 語学学習施設

0.00 0.00

（3,248）

8 室

(3[1])

点

機械・器具視聴覚資料

点

（650）

点

室 － 室
室

1
13

種
50[1]

標本

新設学部等の名称

㎡

演習室

㎡ 13,057.71
－

（補助職員 －人）

リハビリテーション学部

－
0.00

情報処理学習施設

計共　　用

㎡

専　　用

13,057.71 ㎡ 0.00 ㎡
㎡）

共用する他の
学校等の専用

－ ㎡）㎡）

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
運 動 場 用 地

講義室

16 室

合 計

区　　　分

校　　　舎

小 計
そ の 他

第６年次

面積

-
第３年次 第４年次

体育館以外のスポーツ施設の概要

第２年次
運動室141.54㎡

冊

区　分

473.00 ㎡ 130 席 50,000

0.00 ㎡

教員１人当り研究費等

電子ジャーナル
学術雑誌

－

－

開設前年度 第１年次 第５年次

図書館

面積
体育館

経費
の見
積り

250千円 250千円 250千円

－
3,600千円 3,800千円
2,000千円

教室等

[うち外国書]

55

室　　　数

教
員
以
外
の
職
員
の
概
要

(11)

(0)

1
(1)
0

(0)
0

職　　　種

事 務 職 員

技 術 職 員

図 書 館 専 門 職 員

専　　任

(15) (8)

(15) (8)
23 8

(-)

(11)

20

15 8

50[1]

－

1,600千円 1,600千円

－ －
－ －2,000千円 2,000千円

－

1,600千円 1,600千円 －

第４年次 第５年次

－

3,900千円

250千円

4,000千円 －
－

第３年次

2,000千円

経常費等補助金、入学検定料、雑収入等

専　　用

(1)
0

(0)
21
(21)

学生納付金以外の維持方法の概要

第１年次 第６年次

図書
新設学部等の名称

冊

計

(-) (-)

6,757.50

(20)
0

共　　用

6,757.50

6,757.50

6,757.50 ㎡ 0.00
0.00

(0) (0)

㎡

21
(21)

0.00

0.00 0.000.00

㎡ 0.00
㎡ 0.00 0.00

兼　　任

0.00 0.00

共用する他の
学校等の専用

0

(0)

計

0

(0)
0

(0)

そ の 他 の 職 員

借用面積6,757.50
㎡、借用期間5年
(自動更新)

(20)
0

(0)
1

-

54

㎡）

20

(-)

- -

(-)

6,757.50
0.00

(0) (-)

0

0

計

6,757.50

計

教授 講師
兼 任
教 員 等助手准教授

(-)(41)

(8)

12 1

-
(4)
8

0
(0)

(23)
0274

3
(3)

(7)
8

5

学　部　等　の　名　称
助教

経費の
見積り
及び維
持方法
の概要

専 任 教 員 研 究 室

新

設

分

教

員

組

織

の

概

要

(4)

11
リハビリテーション学部 理学療法学科

リハビリテーション学部 作業療法学科

(7) (7)(1)

専任教員等
計

0

- -

15

7

(0)

54
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臨床福祉専門学校

介護福祉教員養成学科 年 人 人 倍

言語聴覚療法学科 専門士 H32年度学生募集停止

理学療法学科 昼間部 専門士 H31年度学生募集停止

理学療法学科 夜間部 専門士 H31年度学生募集停止

柔道整復学科 専門士 H30年度学生募集停止

日本福祉教育専門学校

ｿｰｼｬﾙ・ｹｱ学科 高度専門士 H31年度学生募集停止

社会福祉学科 専門士 H32年度学生募集停止

介護福祉学科 専門士

言語聴覚療法学科 専門士

社会福祉士養成学科

社会福祉士養成科

精神保健福祉士養成学科

精神保健福祉士養成科

日本医学柔整鍼灸専門学校

柔道整復学科 昼間部 専門士

柔道整復学科 夜間部 専門士

鍼灸学科 昼間部 専門士

鍼灸学科 夜間部 専門士

日本児童教育専門学校

総合子ども学科 専門士

保育福祉科 昼間ｺｰｽ 専門士

保育福祉科 夜間主ｺｰｽ 専門士

日本ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ専門学校

理学療法学科 昼間部 高度専門士

理学療法学科 夜間部 高度専門士

作業療法学科 昼間部 高度専門士

作業療法学科 夜間部 高度専門士

東京都江東区塩浜2
丁目22番10号

東京都新宿区高田馬
場2丁目16番3号

東京都新宿区高田馬
場1丁目18番18号

東京都新宿区高田馬
場1丁目32番15号

東京都豊島区高田3
丁目6番18号

附属施設の概要
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3
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140

35

35

38

80

240

160

180

160

80

160

収容
定員

編入学
定　員

入学
定員

1.5

2

3

4

3

4

40

80

80

40

60

40

H24

H13

H11

0.00

0.84

0.32

0.59

0.79

0.76

0.47

1.04

0.93

S63

0.68

1.01

1.05

H21

H09

H12

H12

H09

0.95

0.59

1.06

1.03

0.97

0.78

0.97

0.68

0.93

0.58

既
設
大
学
等
の
状
況

H20

H21

1.04

0.78

80

大 学 の 名 称

H16

H14

H16

H16

H14

H12

H10

H15

H15

H15

H23

H20

開設
年度

定　員
超過率

学 部 等 の 名 称 所　在　地
学位又
は称号

修業
年限

(該当なし)
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収
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収
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変

更
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事
由

東
京
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医
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学
専

門
職

大
学

新
設

リ
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ン
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8
0
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0
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合
計
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専
門
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門
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介
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介
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0
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療
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0
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療
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0
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学
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0
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計

0
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日
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日
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4

0
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福
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0
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精
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1
6
0

理
学

療
法

学
科

 夜
間

4
4
0

1
6
0

理
学

療
法

学
科

 夜
間

4
4
0

1
6
0

作
業

療
法

学
科

 昼
間

4
3
5

1
4
0

作
業

療
法

学
科

 昼
間

4
3
5

1
4
0

作
業

療
法

学
科

 夜
間

4
3
5

1
4
0

作
業

療
法

学
科

 夜
間

4
3
5

1
4
0

合
計

1
5
0

6
0
0

合
計

1
5
0

6
0
0

合
計

1
4
8
3

3
5
2
6

合
計

1
2
6
8

3
1
1
6

学
校

法
人

敬
心

学
園

 設
置

認
可

等
に

関
わ

る
組

織
変

更
の

移
行

表
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義

演
　
習

実
験
・
実
習

教
　
授

准
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授

講
　
師

助
　
教

助
　
手

1前 1 〇 1

1前 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

観光学 2前 2 ○ 兼1

1前 1 ○ 1

音楽文化論 1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 1 1

1前 1 ○ 兼1

社会人基礎力 1前・後 1 ○ 兼1

コミュニケーション論 1前・2前 2 ○ 兼1

2前・後 2 ○ 兼1

スポーツボランティアⅠ 1前・後 2 ○ 1

スポーツボランティアⅡ 2前・後 1 ○ 1

地域ボランティア論 1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

建築・まちづくり 1前 2 ○ 兼1

統計学序論 1前 2 〇 1

1後 2 ○ 1

生物学 1前 2 ○ 1

物理学 1後 2 ○ 兼1

情報リテラシー 1前・後 1 〇 兼1

2前 1 ○ 1

健康科学 1前・後 2 ○

食と健康 1前・後 1 ○ 兼1

化学 1前・後 2 ○ 兼1

－ 16 30 0 5 0 3 0 0 兼19

1前 1 ○ 1

解剖学Ⅱ 1後 1 ○ 1

1後 1 ○ 1

1前 1 ○ 1

生理学Ⅱ 1後 1 ○ 1

生理学実習 1後 1 ○ 1

運動学Ⅰ 1後 1 ○ 1

運動学Ⅱ 2通 2 ○ 1

運動学実習 2後 1 ○ 1

運動生理学 2前 1 ○ 1

人間発達学 1後 1 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

臨床心理学 1後 1 ○ 兼1

3前 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 兼1

小児科学 3後 1 ○ 兼1

内科学 2後 2 ○ 1

3後 2 ○ 兼1

救急救命の基礎 2後 1 ○ 兼1

薬理学 3前 1 ○ 1

栄養学 1後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 1

リハビリテーション概論 1前 1 ○ 1

公衆衛生学 3前 1 ○ 1

1前 1 ○ 兼1

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 〇 1 兼1 オムニバス

地域共生のための連携活動Ⅱ 4後 1 ○ 1 兼2 共同

予防理学療法 3前 2 ○ 1

リハビリテーション医療工学 3後 1 ○ 集中

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

組織

職業倫理

チームワーク概論

リーダーシップ論

国際協力論

地域・ボラン
ティア

地域防災

備考

①
基
礎
科
目

社会

敬心における共生論

心理学

社会学

実務英会話

経営学

法学

国際関係論

科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

科学

統計学

ICT概論

小計（29科目） －

②
職
業
専
門
科
目

人体の構造と
機能及び
心身の発達

解剖学Ⅰ

解剖学実習

生理学Ⅰ

疾病と障害の
成り立ち及び
回復過程の

促進

病理学

精神医学

整形外科学

神経内科学

老年医学

保健医療福祉
とリハビリ
テーションの

理念

リハビリテーション医学

地域福祉論

1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

備考
科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

基礎理学療法概論 1前 1 ○ 1

理学療法研究法 3前 1 ○ 1

1後 1 ○ 1

2前 1 ○ 1

理学療法管理学Ⅱ 3後 1 ○ 1

基礎理学療法評価学 1後 2 ○ 1

基礎理学療法評価学実習 1後 1 ○ 1

運動器理学療法評価学 2前 2 ○ 1

運動器理学療法評価学実習 2前 1 ○ 1

神経理学療法評価学 2前 2 ○ 1

神経理学療法評価学実習 2前 1 ○ 1

内部障害理学療法評価学 3前 2 ○ 1

内部障害理学療法評価学実習 3前 1 ○ 1

物理療法学 3後 2 ○ 1

物理療法学実習 3後 1 ○ 1

義肢装具学 3前 2 ○ 1

義肢装具学実習 3前 1 ○ 1

日常生活活動学 2後 2 ○ 1

日常生活活動学実習 2後 1 ○ 1

運動器理学療法学 2後 2 ○ 1

運動器理学療法学実習 2後 1 ○ 1

神経理学療法学 2後 2 ○

神経理学療法学実習 2後 1 ○

内部障害理学療法学 3後 2 ○ 1

内部障害理学療法学実習 3後 1 ○ 1

小児理学療法学 3後 2 ○ 1

高齢者理学療法学 3前 2 ○ 1

3通 2 ○ 1

健康寿命の延伸 3後 1 ○ 3 1 オムニバス

在宅医療・介護の推進 3後 1 ○ 1 3 オムニバス

アスレティックリハビリテーション 3後 1 ○ 1 集中

生活環境学 3前 1 ○ 1

地域連携学 3前 1 ○ 1

地域理学療法学 3後 1 ○ 1

被災支援と理学療法 3前 2 ○ 兼1

見学実習 1後 1 臨 3 1 11 2 共同（一部）

検査・測定実習 2後 2 臨 4 1 11 2 共同（一部）

評価実習 4前 8 臨 4 1 11 2 共同（一部）

総合実習 4前 8 臨 5 1 11 2 共同（一部）

地域実習 4後 1 臨 2 1 10 2 共同（一部）

－ 101 6 0 9 1 11 2 0 兼15

②
職
業
専
門
科
目

基礎理学
療法学

運動療法学総論

理学療法
管理学

理学療法管理学Ⅰ

理学療法
評価学

理学療法
治療学

スポーツ理学療法学実習

地域理学
療法学

臨床実習

小計（70科目） －
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

備考
科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

共生社会の展開と実践 3後 1 〇 2 1 兼9 共同、集中

小計（1科目） － 1 0 0 2 1 0 0 0 兼9

共生福祉論 1後 2 〇 兼1

身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 ○ 1

身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 ○ 1

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ 2後 2 ○ 兼1 共同

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ 3前 1 ○ 兼1 共同

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ 2後 2 ○ 1 兼1 共同

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ 3前 1 ○ 1 兼1 共同

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 ○ 兼1

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 ○ 兼1

2後 2 〇 1

3前 1 〇 1

－ 5 12 0 1 1 0 1 0 兼4

1後 2 ○ 1

1後 2 ○ 兼1

2前 2 ○ 1

保健医療経営Ⅰ 2後 2 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

実務リーダーのための財務会計Ⅱ 2前 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

在宅サービスの事業経営 2後 1 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

総合事業開発 4後 1 ○ 兼1

－ 8 9 0 2 0 0 0 0 兼8

小計（24科目） － 14 21 0 － 3 1 0 1 0 兼16

理学療法研究基礎ゼミナールⅠ 3前 1 ○ 4 6

理学療法研究基礎ゼミナールⅡ 3後 1 ○ 4 6

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ 4前 1 ○ 4 6

理学療法研究卒業ゼミナールⅡ 4後 1 ○ 4 6

小計（4科目） 4 0 0 4 0 6 0 0 0

－ 135 57 0 12 1 11 2 0 兼40

 1.基礎科目：必修16単位　選択4単位以上　　

 2.職業専門科目：必修101単位

 3.展開科目：必修14単位、選択6単位以上

 4.総合科目：必修4単位

 5.実験・実習科目から40単位以上

　 うち、臨地実務実習から20単位以上

 以上、基礎科目20単位、職業専門科目101単位、展開科目20単位、総合科目4単位、合計145単位

③
展
開
科
目

統合分野
－

隣
接
他
分
野

手話による聴覚障害者とのコミュニケーション
Ⅰ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーション
Ⅱ

小計（11科目）

小計（12科目） －

④
総
合
科
目

－

合計（127科目） －

－

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

実務リーダーのための経営戦略論

組織・人材マネジメントの理論と実践

実践マーケティング戦略

保健医療経営Ⅱ

実務リーダーのための財務会計Ⅰ

ビジネスのための法律

ビジネスのためのIT

事業計画策定概論

1時限の授業時間 90分

1学年の学期区分 2期

隣接他分野の選択科目のうち「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ」、「コーチングの理論と
スポーツとの連携Ⅱ」の2科目3単位または「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ」、「障
害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ」の2科目3単位のいずれかを必ず履修し、3単位を修得す
ること。 1学期の授業期間 15週

学位又は称号 理学療法学士（専門職） 学位又は学科の分野 保健衛生学関係（リハビリテーション関係）

卒業要件及び履修方法 授業期間等
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敬心における共生論 1前 1 ○ 兼1

1前 2 ○ 1

1前 2 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

観光学 2前 2 ○ 1

1前 1 ○ 1

音楽文化論 1前・後 2 〇 1

1前・後 2 ○ 兼1

1前・後 1 ○ 兼1

1前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 2

1前 1 ○ 1

社会人基礎力 1前・後 1 ○ 兼1

コミュニケーション論 1前・2前 2 〇 1

2前・後 2 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 兼1

2前・後 1 ○ 兼1

1前・後 2 ○ 1

1前・後 2 ○ 兼1

1前 2 ○ 兼1

統計学序論 1前 2 〇 兼1

1後 2 ○ 兼1

生物学 1前 2 ○ 兼1

物理学 1後 2 ○ 兼1

情報リテラシー 1前・後 1 〇 兼1

2前 1 ○ 兼1

1前・後 2 〇

1前・後 1 〇 兼1

化学 1前・後 2 ○ 兼1

－ 16 30 0 3 4 1 0 0 兼18

解剖学Ⅰ 1前 1 ○ 1

解剖学Ⅱ 1後 1 ○ 1

解剖学実習 1後 1 ○ 1

機能解剖学 2前 1 ○ 1

生理学Ⅰ 1前 1 ○ 兼1

生理学Ⅱ 1後 1 ○ 兼1

生理学実習 2前 1 ○ 兼1

運動学Ⅰ 1後 1 ○ 2

運動学Ⅱ 2前 1 ○ 2

2後 1 ○ 3 共同

運動生理学 2後 1 ○ 1

人間発達学 1後 1 ○ 1

病理学 2前 1 ○ 兼1

臨床心理学 1後 2 ○ 1

精神医学 2後 2 ○ 兼1

整形外科学 2前 2 ○ 兼1

神経内科学 2後 2 ○ 1

小児科学 3前 2 ○ 兼1

内科学 2前 2 ○ 兼1

老年医学 3前 2 ○ 兼1

救急救命の基礎 2後 1 ○ 兼1

薬理学 3前 1 ○ 1

1後 1 ○ 兼1

リハビリテーション医学 3前 1 ○ 兼1

リハビリテーション概論 1後 1 ○ 兼1

公衆衛生学 3後 1 ○ 兼1

地域福祉論 1後 1 ○ 1

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 ○ 1 1 オムニバス

4後 1 ○ 1 1 兼1 共同

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

職業倫理

チームワーク概論

リーダーシップ論

国際協力論

備考

①
基
礎
科
目

社会

心理学

社会学

実務英会話

経営学

法学

国際関係論

組織

科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

地域・
ボランティア

スポーツボランティアⅠ

スポーツボランティアⅡ

地域ボランティア論

地域防災

科学

建築・まちづくり

統計学

ICT概論

健康科学

食と健康

小計（29科目） －

②
職
業
専
門
科
目

人体の構造と
機能及び

心身の発達

運動学実習

疾病と障害の
成り立ち及び
回復過程の

促進

栄養学

保健医療福祉と
リハビリ

テーションの理念

地域共生のための連携活動Ⅱ

1
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別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

備考
科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

作業療法学概論 1前 1 ○ 1

2前 1 ○ 1

基礎作業学演習Ⅰ 1前 1 ○ 1

1後 1 ○ 1

作業療法管理学Ⅰ 1前 1 ○ 1

作業療法管理学Ⅱ 4後 1 ○ 1

作業療法評価学概論 1後 1 ○ 1

身体機能作業療法評価学 2前 1 ○ 1

2前 1 ○ 1

2前 1 ○ 1

高齢期作業療法評価学 2前 1 ○ 1

高次脳機能作業療法評価学 2後 1 ○ 1

日常生活活動作業療法評価学 2後 1 ○ 1

3前 1 ○ 1

3後 1 ○ 1

3前 1 〇 1

3後 1 〇 1

3前 1 〇 1

3後 1 〇 1

3前 1 ○ 1

3後 1 ○ 1 1 共同

3前 1 ○ 1

発達障害作業療法治療学実習 3後 1 ○ 1

高齢期作業療法治療学 3前 1 ○ 1

高齢期作業療法治療学実習 3後 1 ○ 1

3前 1 ○ 1

高次脳機能作業療法治療学実習 3後 1 ○ 1

3前 1 ○ 1

3後 1 ○ 1

3前 1 ○ 1

日常生活活動支援治療学実習 3後 1 ○ 1

3後 1 〇 1 1 2 兼1 オムニバス

3後 1 〇 1 3 オムニバス

3後 1 〇 1 集中

緩和ケアと作業療法 3後 1 〇 兼1

3前 1 ○ 1

3後 1 ○ 1

3後 1 ○ 1

地域作業療法学実習 4後 1 ○ 1 5

障害児教育と作業療法 3前 1 〇 兼1

3前 1 ○ 兼1 集中

1前 1 臨 3 5 3 5 共同（一部）

1前 1 臨 3 5 3 5 共同（一部）

2後 3 臨 5 5 3 5 共同（一部）

2後 2 臨 5 5 3 5 共同（一部）

4前 9 臨 5 5 3 5 共同（一部）

4前 9 臨 5 5 3 5 共同（一部）

地域実習 4後 2 臨 3 5 3 5 共同（一部）

－ 101 4 8 7 3 5 0 兼14

健康寿命の延伸

在宅医療・介護の推進

生活行為を支援するための環境整備

地域作業
療法学

地域作業療法学

就労支援論

生活環境学

発達・精神障害に対する社会生活力と
作業療法

作業療法
治療学

身体機能作業療法治療学Ⅰ

精神機能作業療法治療学実習

発達障害作業療法治療学

高次脳機能作業療法治療学

日常生活活動作業療法治療学

日常生活活動作業療法治療学実習

日常生活活動支援治療学

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ

身体機能作業療法治療学Ⅱ

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ

身体機能作業療法治療学Ⅲ

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ

精神機能作業療法治療学

臨床実習

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

小計(77科目） －

②
職
業
専
門
科
目

基礎作業
療法学

作業療法学各論

基礎作業学演習Ⅱ

作業療法
管理学

作業療法
評価学

精神機能作業療法評価学

発達障害作業療法評価学
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講
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手

別記様式第２号（その２の１）
（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

教 育 課 程 等 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

備考
科目
区分

授業科目の名称
配当
年次

単位数 授業形態 専任教員等の配置

共生社会の展開と実践 3後 1 ○ 5 4 兼3 共同、集中

小計（1科目） － 1 0 0 5 4 0 0 0 兼3

共生福祉論 1後 2 〇 1

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 ○ 1

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 ○ 1

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 ○ 兼1

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 ○ 兼1

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 ○ 1

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 ○ 1

身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 ○ 兼1

身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 ○ 兼1

2後 2 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

－ 5 12 0 2 0 1 0 0 兼3

1後 2 ○ 兼1

1後 2 ○ 1

2前 2 ○ 1

2後 2 ○ 兼1

3前 1 ○ 兼1

1後 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2前 1 ○ 兼1

2後 1 ○ 兼1

3後 2 ○ 兼1

総合事業開発 4後 1 〇 兼1

－ 8 9 0 2 0 0 0 0 兼8

小計（24科目） － 14 21 0 － 5 4 1 0 0 兼13

3前 1 ○ 2 5 3

3後 1 ○ 2 5 3

4前 1 ○ 2 5 3

4後 1 ○ 2 5 3

小計（4科目） － 4 0 0 2 5 3 0 0 0

－ 135 55 0 11 7 4 5 0 兼42

 1.基礎科目：必修16単位　選択4単位以上　　

 2.職業専門科目：必修101単位

 3.展開科目：必修14単位、選択6単位以上

 4.総合科目：必修4単位

 5.実験・実習科目から40単位以上

   うち、臨地実務実習から27単位以上

 以上、基礎科目20単位、職業専門科目101単位、展開科目20単位、総合科目4単位、合計145単位

③
展
開
科
目

統合分野
－

隣
接
他
分
野

手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ

手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅡ

小計（11科目） －

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

実務リーダーのための経営戦略論

組織・人材マネジメントの理論と実践

実践マーケティング戦略

保健医療経営Ⅰ

保健医療経営Ⅱ

実務リーダーのための財務会計Ⅰ

実務リーダーのための財務会計Ⅱ

ビジネスのための法律

作業療法研究基礎ゼミナールⅡ

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ

－

合計（134科目） －

ビジネスのためのIT

在宅サービスの事業経営

事業計画策定概論

小計（12科目） －

④
総
合
科
目

作業療法研究基礎ゼミナールⅠ

1学年の学期区分 2期

1学期の授業時間 15週

隣接他分野の選択科目のうち「美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ」、「美容ケアによるQOLの
維持向上Ⅱ」の2科目3単位または「音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ」、「音楽療法による
QOLの維持向上Ⅱ」の2科目3単位のいずれかを必ず履修し、3単位を修得すること。

1時限の授業時間 90分

学位又は称号 作業療法学士（専門職） 学位又は学科の分野 保健衛生学関係（リハビリテーション関係）

卒業要件及び履修方法 授業期間等
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

基
礎
科
目

敬心における共生論 敬心学園の一員として、学園理念「他人を敬い、自らを律し、人々
の心をもっとも大切にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創造
する」を踏まえ、「共生社会」や「リハビリテーション」さらには
「QOL（Quality of life）の向上・獲得」について理解を深める。
敬心学園の理事長や大学の学長等、本学のリーダーから、「理念」
や「養成する人材像」について、直接学ぶ機会を設け、その真意に
ついて学ぶ。
共生社会における自らの役割について考える。

基
礎
科
目

心理学 心理学は、全ての専門職の基礎となるコア学問である。心理学で
は、専門職業人として心理学を学ぶ学生に対し、心理学とはどのよ
うな学問で、どのようなことが研究され、どのようなことが明らか
にされてきたのか、そしてそれが私たちの日常生活や職業生活にど
のように関係するのかについて学ぶ。また、心理学的知見を自己理
解や他者理解、障がいを持った患者の心理の理解や精神的健康の維
持・促進のために応用できることを目標とする。具体的には、授業
は、知覚心理学、学習心理学、認知心理学、動機づけ・感情心理
学、人格心理学、発達心理学分野における代表的な心理学実験など
を模擬的に体験することを通して学ぶ。

基
礎
科
目

社会学 この授業では、受講者が社会学の基礎的な理論や概念を学び理解す
るとともに、実社会におけるさまざまな現象や問題を考える視座を
獲得することを目標とする。テーマは、自己、人間関係、家族、ラ
イフコースといった身近に経験されるものを中心としつつ、その背
景にある現代の社会・政治問題や、参照軸としての歴史や海外の状
況まで幅広い視野を得られるような構成とする。受講者は、社会の
なかで「これが当たり前」とされていることを定式通りに考えるの
ではなく、それに疑問を感じ、新たな視点や切り口でその問題を考
え直し、社会学的な見方で考察できるようになることが求められ
る。講義を中心とするが、可能な限りグループワーク等も積極的に
取り入れる。

基
礎
科
目

実務英会話 近年、グローバル化の波が、福祉の分野にも押し寄せつつある。そ
うしたことから、英語コミュニケーション能力を高めるため、保健
医療福祉の様々な状況の場面を設定した教材を用いて学習をすすめ
る。それぞれのユニットの登場人物となり実際に演じることにより
将来実際に起こりうる場面でも活用されることを期待している。ま
た、ダイアログやエクササイズから保健医療に関する専門用語など
を覚え、関連表現を学び現場で役立つ英会話力を身につける。授業
はテーマと場面設定等を複数提示し、それに応じたペア、グループ
などを組み、英語でコミュニケーションをとりあうことを重ね、実
践に役立てられる英会話力を身につけることを目指す。また福祉英
語検定への挑戦の機会としたい。

基
礎
科
目

観光学 国を挙げて力を入れている観光・ツーリズムとはなにか、基本的な
ものを学ぶ。
移動・交流に係る観光を支える産業（旅行、宿泊、観光産業等）の
特性や事業の仕組みについて、及び、日本各地の観光振興事業等、
観光客を受け入れる地域の様々な取り組みなどについて学ぶ。
また、OTA（オンライントラベルエージェント）、インバウンド
（訪日外国人旅行）、民泊など、近年の動向についてもとりあげ
る。

基
礎
科
目

経営学 経営について初めて学ぶ学生が興味を持てるように、経営学の基礎
的な内容を、実務家教員がビジネスパーソンとして直面した経験・
事例の紹介を交え、実践的な授業を行う。
経営者・マネジメント層の役割について解説する。
ヒト・モノ・カネ・情報あるいは昨今注目されるデザインといった
側面から経営の基礎について分かり易く解説する。
理論的な解説を土台にしつつ、学生自らが主体的に調査し、議論す
るプロセスを重視する観点から、グループディスカッション及びプ
レゼンテーションの機会を設け、実践的な学びの場を提供する。

基
礎
科
目

音楽文化論 音楽は趣味として楽しむだけでなく生活の中の様々な場面で活用さ
れており、保健医療の現場も例外ではない。生物と人類の歴史の中
で音楽はどのように生まれ、どのような社会的機能を果たしてきた
のか、様々な文化の中でどのように発展し、また変容してきたのか
を、民族音楽学・音楽人類学・音楽社会学の視点から、西洋音楽・
ポピュラー音楽・日本の音楽の歴史を通して見てゆく。最後に、保
健医療の現場での音楽の活用例について紹介する。

社
会

社
会

社
会

社
会

社
会

社
会

社
会

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

法学 法律を初めて学ぶ学生でも興味が持てるように、日常の社会生活に
おける身近な事例を通して、法律の基礎知識や原則を分かりやすく
講義する。具体的には、毎回の授業において、人権侵害、契約トラ
ブル、犯罪行為、パワハラ・セクハラなどの事例を検討する。
その中で、憲法、民法、刑法、労働法の基礎を学習し、社会人とし
て必要とされる法律に対する基本的な素養を身につける。また、学
生の関心が高いと思われる医療・福祉現場での事故事例も取り上
げ、従事者の刑事・民事上の責任について正しく理解する。

基
礎
科
目

国際関係論 国際関係論は、政治、経済、環境分野の今日的な問題を取り上げ、
今日の国際社会が直面する諸問題についての問題意識、それら諸問
題の解決、あるいは国際社会における日本の位置付けなどに対する
関心を高め、国際的な視野・意識の醸成を図る科目である。
国際的な事象、問題は極めて身近なものであることを理解し、1つ1
つを考える機会を持つことが本科目の主眼である。日本の食料自給
率は40％を下回って久しい。このことは、私たちの食卓が他国の生
産現場と繋がっていることを意味する。なぜ、TPPが議論されるの
か、地球環境問題はなぜ起こったのか、私たちは将来に向けてどの
ように他の国々と協力していくのか、グローバル化した世界の中
で、私たちの前にある現実を、身近なトピックを取り上げながら検
討し、自立した個人として自ら考え、行動するための知識を醸成す
る。

基
礎
科
目

職業倫理 職業倫理とは、「特定の職業に要請される倫理、または職業人に求
められる倫理」のことをいう。職業人としての行動を律する基準・
規範のことであり、多くの職能団体が職業倫理を定め、明文化して
いる。医療福祉に係る限り、業務上、個人情報を得ることがあり、
業務上で個人情報を得ることができる仕事には、すべて守秘義務が
課せられている。仕事に従事する人一人ひとりが、職業倫理を持っ
て働いていくことが求められる。最新の事例なども題材にして、
「職業倫理」の涵養に努める。

基
礎
科
目

チームワーク概論 理学療法士は、保健医療の専門職として、その専門性を持ちなが
ら、対象者とその家族の生活支援のために多職種や多くの社会資源
とのつながりを活用していく視点も重要である。本科目では、講義
により、保健医療の現場で行われているチームとしての連携のあり
方を、今後に必要性が高まる保健医療連携を念頭に、医療の回復期
や介護保険関連施設での実践を中心に、多職種連携の基本的な考え
方を教授する。このことにより、リハビリテーション職として必要
な知識や態度を理解し、本学内での職種間の連携のための科目であ
る「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」につなげることや実践現場
での連携協働に向けた自らの課題解決能力を養うことを目標とす
る。

基
礎
科
目

リーダーシップ論 医療現場では多様な人材が、多様な考え方や背景をもとに業務に当
たっている。そういった組織でリーダーシップを発揮するために
は、従来のような統率型だけではなく、「チームと個人の成長を支
援するリーダーシップ」が求められる。そのためにリーダーシップ
の二大機能である集団維持機能と課題達成の二大機能を理解し、支
援型リーダーとして活躍できる考え方と手法を学ぶ。

基
礎
科
目

社会人基礎力 職場をはじめ地域活動や日常生活に欠かせない要素の一つがコミュ
ニケーションである。近年、SNSの発達により利便性は高まったが
Face to Faceの心を添わせたコミュニケーションが不足しているの
は否めない。自発的なコミュニケーション能力を高めるには学生時
代から習慣化させることが望ましい。経済産業省が提唱した3つの
能力「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チームで働く力」を基軸
に12の能力要素を授業に取り入れ、即実践できる人材の養成を目指
す。またグループワークで協業し実行する「実践的な授業」を積極
的に取り入れる。
セルフコントロールを基軸に平常心で相手の話を聴き、心を添わせ
た「相手を慮るコミュニケーション」を理解し、人間関係における
意思疎通と信頼性の重要性を学ぶ。

社
会

社
会

組
織

組
織

組
織

組
織
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

コミュニケーション論 社会人にとっての悩みの多くが対人関係の悩みといわれる。そして
多様性のある人材が集まる組織や職場の中では、これだけコミュニ
ケーションツールが発達していながらコミュニケーションの問題は
多くの人々を悩ましている。この科目では、友好的なコミュニケー
ションを阻む要因を手掛かりに、コミュニケーションの主要スキル
について体験的に学び、活用できるようにする。さらに様々な対人
関係の問題を効果的に解決する手がかりをつかんでいただくことを
ねらいとする。

基
礎
科
目

国際協力論 国際協力について、国連の動きを中心に国際的な動向を理解する。
日本政府の政府開発援助（ODA）、民間の国際協力や国際交流等

の具体的な事例を元に、国際協力における参加型開発等の手法につ
いて解説する。さらに、「国際関係論」で教授した「地域に根ざし
た共生社会づくり（CBID）」について、より専門的に取り扱う。

世界各国でのCBIDの展開事例を取り上げ、そのきっかけ、活動内

容、活動の成果など、国際的に共生社会を推進するための考え方を
学ぶ。

基
礎
科
目

スポーツボランティアⅠ ボランティアとはなにか、自分は何ができるか、何のためにするの
かを学ぶ。さまざまな領域で行われているボランティア活動を通じ
て、ボランティア活動の価値、意義、役割、実際の活動等について
理解を深める。さらに、スポーツ活動に対する支援活動（地域、高
齢者、障がい者等）に焦点をあて、その価値、意義、役割、実際の
活動について理解すると共に、専門職としての知識を生かし、障が
い者スポーツについて理解する。また、一人の人間として、将来の
医療・福祉専門職として、ボランティアに自分がどう関わるのかに
ついて考える機会とする。

基
礎
科
目

スポーツボランティアⅡ スポーツ関連団体（日本障がい者スポーツ協会等）と連携し、学生
がスポーツイベントの運営に関わる機会を設け、ボランティアとし
て参加する。スポーツイベントを「競技の場」として捉えるだけで
はなく、障がい者の「社会参加の場」と位置付け、ダイバーシティ
社会を実現するために何が必要かを体験的に学ぶ。イベント終了
後、振り返りのグループディスカッションを行い、様々な知見に触
れる中で実践力や応用力の醸成につなげる。また、障がいのある人
がスポーツやレクリエーションを安全に楽しむためには、既存の
ルールや用具をどのように工夫したらよいかを実技を通して学ぶ。

基
礎
科
目

地域ボランティア論 ボランティア活動の思想、全国の活動の実態、地域におけるその意
義や課題等について多角的に考察する。「ボランタリズム」理念の
理解、欧米と日本のボランティアに関する認識や活動実態の比較、
ボランティア活動の先進事例、ボランティア活動とNPO法人活動の
相違等を理解する。欧米のシチズンシップ教育やサービス・ラーニ
ングについての理解も深める。日本のコミュニティ再興の柱の一つ
といわれるボランティア活動を、地域の中でどのように展開し根付
かせていくことができるか、ボランティアコーディネーターの資質
とはどのようなものか等を深く考察することで、将来、地域ボラン
ティアのリーダーになりうる人材の養成を目標とする。

基
礎
科
目

地域防災 わが国における防災行政、地域防災計画、市民活動による防災のま
ちづくり等、地域防災の理論と実践について学ぶ。前半では、日本
の災害の歴史、災害の地域特性、防災および災害支援行政の変遷に
ついて理解する。後半では防災のまちづくりとソーシャルワーク、
「防災福祉」概念、学校および福祉施設における防災活動、地域に
おける防災・減災ネットワークの構築等について学ぶ。地域防災に
取り組む先進自治体の事例や災害ボランティアの事例を多く学び、
防災ゲームの体験ワークショップ、地域特徴別の防災マップ比較検
討のグループワーク等を行うことで、受講生に地域防災のリーダー
としての資質や実践力を涵養することを目標とする。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

建築・まちづくり 建築及び都市計画・まちづくりについての基本的知識を修得する。
建築については、建築物の設計や建築計画の基本を学ぶとともに近
年の建築物において注目されている視点や事例について学ぶ。
都市計画・まちづくりについては、法制度に基づく都市計画の基本
を学ぶとともに、都市開発や都市基盤の整備の考え方や、地域レベ
ルのコミュニティ形成、まちづくりのプロセス、その主体のあり方
などについて学ぶ。また、福祉政策とまちづくりなど専門科目との
関係や、官民市民が連携した地域のマネジメントや公共空間の利活
用のあり方など、この分野で注目されている取り組みや事例につい
て学ぶ。

基
礎
科
目

統計学序論 医療・福祉へ携わる際に、確率や統計に関する基礎的知識は、臨床
や研究の分野で必要である。特に統計学を学ぶにあたり確率及び統
計について基礎的な知識の修得と技能の習熟を図り、事象を数学的
に考察し処理する能力を育てるとともに、数学的な見方や考え方を
認識できるように統計の見方、考え方、応用と具体的な計算方法を
学ぶ。なお、はじめて確率・統計を学ぶ者にとっては、統計学への
理解を深めるために必要な内容を学修する。

基
礎
科
目

統計学 本講義では、仮説をデータに基づいて統計的に検証したり、データ
解析の結果から、新たな事実を発見したりするときに役立つ統計的
手法を身につける。講義はデータの整理の仕方、平均、分散等を求
める記述統計学より始め、確率、母集団、標本抽出、確率分布を学
び、探索データ解析を行い、最終的に推定、検定といった推測統計
学を解説、演習する。演習は統計ソフトRコマンダーを使用し、結

果の解釈や使用法の注意点を理解できるようにする。本講義は「理
学療法研究法」の基礎となる科目である。

基
礎
科
目

生物学 生物学では、個々の生物のあらゆる構造（造り）や性質について、
その特性や機構を分子レベルに至るまで学修する。さらに生命の起
源、生物の多様化、ヒトの起源と進化を学び、次に、生物の集団、
動物の社会、生態系のエネルギーの流れを学び、生物と環境とのか
かわりを学修する。最後に、地球環境とヒトとの共存を理解すべ
く、人間活動による環境への影響を学修する。

基
礎
科
目

物理学 物理学は自然科学の中心的分野であり、多くの科学・技術を理解し
利用する上で有用な学問である。 今回は物理学の諸領域の中でも
最初期に数理化に成功した古典力学の領域を中心に講義を展開す
る。古典力学は日常感覚に近い領域であり、比較的簡単な実験に
よって様々の原理を確認することができ、入学以前に物理学に接し
たことがなかった学生も、無理なく履修できる。授業は自然科学を
題材としたディベートや演示実験を実施する予定であり、アクティ
ブな授業とし、既にある程度 物理学を理解している学生にも十分
な内容である。

基
礎
科
目

情報リテラシー コンピュータとインターネットは20世紀終盤から今世紀にかけて急
速に普及し、生活とビジネスの仕組みを大きく変えた。今後の情報
系科目の基盤として、コンピュータとインターネットの基本的な仕
組みと効果的な使い方、セキュリティの課題と対策を中心に学ぶ。
情報分野の基礎概念と各種用語の正確な理解、情報システムの基本
的な構成と利用、アルゴリズムの基礎概念、機械学修・認識技術の
基本について学ぶ。

基
礎
科
目

ICT概論 ICTを代表するものとしてクラウドサービスとIoT（Internet of
Things）に焦点を当て、AIとともに、その特徴と今後の動向を身近
な適応事例としてのスマホアプリや音声認識サービスの体験を通し
て学ぶ。
次に、ICTの進化による医療福祉分野における今後の活用見込みに
ついて、省力化とQOLの向上の観点から、同分野におけるこれら技
術の適応事例における考察結果も踏まえて学ぶ。

基
礎
科
目

健康科学 運動不足、飽食、不規則な生活習慣を送る者が多い現代人の生活様
式では、生活習慣病のリスクが大きくなっている。健康作りの３要
素である運動、栄養、休養を中心に講義し、対象者や自分自身の健
康を維持、増進するために健康に関わる基本的な知識を修得するこ
とを目的とする。

科
学

科
学

科
学

科
学

科
学

科
学

科
学

科
学
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

食と健康 この科目は、食生活の観点から「健康」について考え実践していく
ことを目的とする。
氾濫する様々な情報から適切な知識を選択し、活用していくスキル
を習得することでバランスの良い食生活を実践し、健康を維持・増
進していく力を養う。
また、食事の在り方や留意点などの基礎知識・技術を身につけ、自
ら献立を考え調理できる能力を習得する。

基
礎
科
目

化学 化学は物質の構造や性質さらにそれらの相互の反応を研究する学問
であり、様々の有用な物質に関わり、興味深い理論体系を持ち、
我々の体内で起こる様々な現象を説明するツールである。今回は化
学の諸領域の中から、基礎となる理論化学と無機化学を中心に講義
を展開する。化学では、個々のバラバラに見える性質が、実はある
種の関連を持っているということを認識することが大切であり、物
質たちの相互の関係をいかに少ない原理で統一的に理解するかとい
うところである。授業は自然科学を題材としたディベートなど、単
純な座学とはしない。

職
業
専
門
科
目

解剖学Ⅰ 人体は、200個ほどのさまざまな形や大きさの骨とその骨を連結す
る関節からなる骨格系、それらの骨に付着して身体の運動や姿勢の
保持などに関与する約400個の骨格筋からなる筋系、心臓とそれに
続く血管およびリンパ管とリンパ節などからなる循環器系、胃や腸
および肝臓や膵臓などを造りあげる消化器系など、合計10の系統で
造られている。この人体の造り（構造）を学ぶのが解剖学であり、
解剖学はこの後に学ぶ人体の働き（機能）を学ぶ生理学などの科目
の入り口となる重要な学問である。本科目では、人体を構成する10
系統の内、骨格系と筋系および循環器系の構造を学習する。

職
業
専
門
科
目

解剖学Ⅱ 本科目では、神経系（脳と脊髄からなる中枢神経系、脳神経、脊髄
神経および自律神経系からなる末梢神経系）と感覚器（視覚器、平
衡聴覚器、皮膚）、および内臓と呼ばれる消化器系、呼吸器系、泌
尿器系、生殖器系、内分泌系の合計７系統の構造を肉眼および微細
構造レベルで学修する。これらの系統では始めにその器官の発生を
学び、なぜその器官が人体のその位置にあるかなど、胎児の時期に
受けた障害が原因で形成される先天性奇形の理解に役立つ少しレベ
ルの高い知識も修得する。

職
業
専
門
科
目

解剖学実習 本科目では、「解剖学Ⅰ」「解剖学Ⅱ」の講義で学んだ解剖学の知
識を、実際の骨・筋の人体標本やプレパラート標本、DVD等の視覚
教材等により、「見る」「触る」「動かす」等の学生自身の体験を
通じて理解を深める。
また、学生同士による視診・触診・聴診等の方法により、人体にお
ける筋・骨・内臓器や感覚器等の部位や位置関係、大きさ等を体験
することにより、「身体構造」と合わせて「心身機能」の理解につ
なげることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

生理学Ⅰ 生理学とは生体の正常機能について研究する学問分野である。生体
内の各細胞・組織・器官の個体維持における役目を理解する。神経
系が関与する部分は生理学Ⅱで取り扱い、生理学I では、生体の持
つ調節機構の概説に始まり、細胞膜、細胞膜にあるタンパク、興奮
性細胞の性質、興奮伝導、細胞間の情報伝達、筋収縮機構について
は分子レベルから、心臓を始めとする循環器、呼吸器、泌尿器、消
化器それぞれは器官としての機能について学び、エネルギー消費の
観点から代謝についても学ぶ。講義だけではなく、適宜に課題を設
定し、学生自身で考えることで理解を促す。

職
業
専
門
科
目

生理学Ⅱ 生理学では生体の正常機能について学修する。生理学I で取り扱わ
なかった神経系を中心に学修する。末梢神経系（体性神経系、自律
神経系）、中枢神経系（大脳皮質から脊髄まで）のニューロンの構
成と機能を学修し、体性感覚と特殊感覚である視覚、嗅覚、味覚、
聴覚、平衡感覚について求心性情報から大脳での情報処理機構とそ
の出力について学ぶ。睡眠、記憶のメカニズムについても言及し、
さらに内分泌、血液、免疫についても、個体の正常機能を維持する
という観点から学修する。講義だけではなく、適宜に課題を設定
し、学生自身が考えることで理解を促す。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

生理学実習 講義で学んだ生体の正常機能について実験を通して学修する。実験
データを取りまとめるための最小限の統計処理方法を学習し、浸透
圧の計測のような物理化学的なレベルから前庭動眼反射に至る個体
あるいは器官レベルでの生体の持つ統御メカニズムについて実験を
通して学修する。医療機器の測定原理からその取り扱い方法を学習
しつつ、医療人として常識となるバイタルサインの計測、体力の計
測、体液ｐHの維持機構、神経伝導速度の計測、筋活動の記録と分
析、反射の記録・解析等を行い科学的なレポートを書くことができ
るようにする。

職
業
専
門
科
目

運動学Ⅰ 本科目では、人間の運動（動き）を理解する上で必要なトルクや速
度、また重力や時間的な変位などの基本的な知識を中心として、講
義により学ぶ。
本科目の内容は、力学的な基盤とともに、運動生理学につながるよ
うな基礎代謝、呼吸・循環、疲労等を含み、人間が運動する（動
く）ということを解剖学・生理学等の知識を統合しながら、理解す
ることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

運動学Ⅱ 本科目では、「運動学Ⅰ」の基本的な知識を基盤として、人間の運
動（動き）を理解する上で必要な時間的な連続という概念から関節
運動を統合した観点から運動について講義により学ぶ。
本科目の内容は、静止姿勢や姿勢の連続した変換という視点での運
動に至るイメージを、座位・立位といった姿勢の維持調節、寝返
り・立ち上がり・歩行といった連続した姿勢変換の結果の運動（動
作）等について、人間が運動する（動く）ということを解剖学・生
理学等の知識を統合しながら、理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

運動学実習 本科目では、解剖学や生理学を基盤としながら学んだ運動学の講義
の知識を基盤として、「運動」がどのようにして起こるのか、どの
ように調節しているのか、どのように理解すべきか等の観点から、
「運動（動き・動作）」について学生同士の体験実習等により学
ぶ。
本科目の内容は、運動生理学の講義内容の体験実習に加えて、動作
分析・解析を「歩行分析」等を題材として、動画再生による視覚的
な分析のほか、動作解析機器や反力計等の機器計測によるデータ抽
出を検討し、レポート等にまとめることを通じて、「運動（動き・
動作）」について理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

運動生理学 本科目では、「生理学Ⅰ」「生理学Ⅱ」で学習した知識と「生理学
実習」による実験的な体験による理解を基盤として、理学療法の実
践に結び付くような人間が運動（動く）ことによる生理学的な機能
に着目した内容を講義により学ぶ。
本科目の内容は、運動に着目した観点から、「運動と呼吸機能」
「運動と循環機能」「運動と筋疲労」「運動と栄養（消化と吸収含
む）」「運動と代謝」「運動と消化・排泄」等のテーマを設定し
て、理解を深めることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

人間発達学 本科目では、発育・成長・発達（狭義）を新生児期から終末期まで
を発達（広義）に捉えて、運動発達と精神心理的な発達を中心とし
て、講義を通じて学ぶ。特に、成人から老年期、終末期では、さま
ざまな退化や退行による課題も一連の流れとして捉えることやライ
フサイクルという観点からの対人関係やコミュニケーション、また
成人期以降の退化・退行などについての「ひと」としての一生涯と
いう全体的な観点で理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

病理学 本科目では、疾患の成り立ちやメカニズムについて、組織学的な理
論を基盤に「正常な状態」から逸脱した状態という「病気」の原因
についての基本的な考えを、講義により学ぶ。
内容としては、解剖学や生理学の基本的知識を踏まえながら、プレ
パラートなどの病理標本等を観察することで、病気（疾患・疾病）
等の原因とその治療に対する考え方を、発展的に理解することを目
標とする。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

臨床心理学 臨床心理学は、医療専門職として臨床実践する際の基礎（コア）と
なる学問である。患者のニーズを的確に把握し、患者から信頼され
るためには、臨床心理学の知識と対人援助スキルは必要不可欠であ
る。具体的には、フロイト精神分析学の基礎や認知行動療法、医療
実践において必須であると考えられるロジャーズの対人援助技法と
しての傾聴技法や共感技法などのカウンセリング技法から各種心理
検査法、各種心理療法の基本的な考え方や実践法までについて、座
学と演習を通して学ぶ。

職
業
専
門
科
目

精神医学 本科目では、診断学と治療学を基本とした総論と器質性・気分障害
等の疾患疾病による病理や治療法に当たる各論を中心として、精神
心理的な疾患疾病（認知症を含む）について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断のための各種検査とその結果の考え方（CTなど
の読影を含む）、治療学としての行動療法やその他の治療方法とと
もに、精神心理的な病因から表出する行動に対して、理学療法の治
療的理論の適応について応用的に理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

整形外科学 本科目では、整形外科領域における外傷学等の総論と各身体部位等
による各論により、理学療法の対象となりやすい骨折や筋・腱損
傷、脊髄損傷等の神経障害、骨軟部腫瘍とともに切断などの診断と
治療の各論について、また、ロコモティヴシンドロームなどと健康
寿命の延伸との関係についても講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査結果の考え方（X線、CTやMRI
等の読影を含む）や観血的治療などの治療方法、その他の保存的治
療法について、理解する。
なお、がんによる骨転移等についても、本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

神経内科学 本科目では、神経内科領域における疾患疾病の発現機序等による診
断（検査を含む）等の総論と脳血管疾患、神経・筋疾患、変性疾患
（認知症を含む）等の診断と治療の各論について、また、神経内科
領域における疾患疾病の在宅医療についても講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査結果の考え方（CTやMRI等の
読影を含む）や投薬等の治療方法について理解する。
なお、脳血管疾患や頭部外傷等に起因する高次脳機能障害や認知症
に伴う認知機能障害についても、本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

小児科学 本科目では、小児科が対象とする0歳から16歳までを中心とした年
齢期に発症等による疾患疾病の発現機序等の診断（検査含む）等の
総論と感染、代謝、神経・筋等の疾患疾病の診断と治療の各論につ
いて、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査の結果の考え方（X線、CTや
MRI、その他の発達学的諸検査を含む）や投薬等の治療方法につい
て理解する。
なお、新生児期に関連する周産期や胎児期からの染色体異常等、ま
た年齢に因らず治療を必要とする場合の青年期や成人期等の対象に
ついても、可能な限り本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

内科学 本科目は、内科領域における疾患疾病の発現機序等による診断（検
査を含む）等の総論と呼吸器・循環器・消化器・代謝・感染症等の
診断と治療の各論について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査の結果とその考え方（血清・
生化、X線、CT・MRI等を含む）や投薬等の治療方法について理解す
る。
特に、糖尿病、高血圧等の生活習慣病等、その危険因子等の理解に
ついても、健康寿命の延伸との関係を含め、本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

老年医学 本科目では、老年医学が対象とする加齢に伴う機能的変化を主変と
する疾患疾病の発現機序等による診断（検査を含む）等の総論と内
科疾患を中心とするほか、認知症を含めた診断と治療の各論につい
て、またフレイルなど健康寿命の延伸の阻害要因なども、講義を通
じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査の結果とその考え方（認知機
能評価、CTやMRI等を含む）や投薬等の治療方法について理解す
る。
なお、がんに限らず、終末期や緩和ケアの考え方や見取り、健康寿
命の延伸についても本科目で取り扱う。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

救急救命の基礎 本科目では、救急救命の基本的な理論と実際について、一般的に身
につけるべき対応を、実技（実習）を通じて学ぶ。
内容としては、ABCDEアプローチ、気道の確保、人工呼吸、心臓
マッサージ、AEDの取扱い等のほか、外傷の応急手当（止血法）、
傷病者の管理（安全確保）や搬送法等を体験することで、救急救命
の必要性の理解と基本的な行動について体験する。

職
業
専
門
科
目

薬理学 本科目では、治療の1つである薬物療法について、生体に対してど
のような影響を与えるのかという効果の機序等の基本的な考え方
を、講義を通じて学ぶ。
内容としては、炎症、免疫や代謝等の病因別、呼吸器・循環器と
いった臓器別、腫瘍等の疾患疾病等に対する効果の機序とともに有
害事象についても理解する。
なお、本科目では、最近のトピックスや過去の薬剤訴訟等について
も、できる限り取り扱う。

職
業
専
門
科
目

栄養学 人の生命の維持や日常生活活動をするために栄養素を摂取し生体内
で代謝としてエネルギーを取る。食事療法や栄養学を学ぶことは、
療法士が管理する多くの健康状態の重要な要素のひとつである。そ
の過程を学習し、リハビリテーションに関わる質の高い治療を実践
するために学ぶことが必要である。積極的に障がい者や高齢者の栄
養状態・栄養素摂取の方法や維持を理解することで、身体機能・日
常生活活動・社会参加、QOLを最大限高め、質の高い栄養素を論理
的に学習する。また、疾患の予防や治療に必要となる回復力や機能
維持のための専門的な知識と実践力を身につける。

職
業
専
門
科
目

リハビリテーション医学 本科目では、医学的・心理的・社会的・職業的リハビリテーション
のうち、「医学的リハビリテーション」を中心として、疾患疾病・
外傷等に伴うさまざまな障害に対して、その障害の発現機序等によ
る診断（検査を含む）等の総論と対象とする疾患疾病・外傷等によ
る障害の診断と治療の各論について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断に必要な各種検査（X線、CTやMRIの読影を含
む）や治療方法としての作業療法・理学療法・言語聴覚療法等に対
する指示内容、特に適応と禁忌のうち運動負荷の程度や運動・動作
上の禁忌（運動方向の禁止等）等について、理解する。

職
業
専
門
科
目

リハビリテーション概論 本科目では、リハビリテーションを学ぶ上で必要なノーマライゼー
ションやIL（Independent living：自立生活）の考え方、また欧米
と日本のリハビリテーションの考え方の相違などを学ぶ。
また、関連するさまざまな職種が、どのような定義に基づいて、ど
のようなことをしているのか、またどのような場所（施設等）で働
いているのか等について知ることで、自職種の専門性と他職種の専
門性について理解する。

職
業
専
門
科
目

公衆衛生学 本科目では、地域保健、環境保健、産業保健や学校保健、母子保健
等の幅広い領域を持つ公衆衛生のうち、疾病予防、生命の延長、心
身の健康の維持・向上を図る方法等について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、生活習慣改善等の健康増進、検診を受診すること等
による早期発見・早期治療、社会生活維持のための社会復帰等を含
めた健康寿命の延伸に関わる様々な課題とその解決について理解す
る。

職
業
専
門
科
目

地域福祉論 地域福祉の基本的な考え方、歴史、地域福祉を推進する様々な組織
や団体について理解する。前半は古代から現代までの、地域福祉の
歴史的発展について学ぶ。わが国の現在の地域福祉の様相と課題
を、政治・経済・文化の歴史的展開という視点から理解する力を身
につける。後半は、在宅福祉サービスの発展と課題、社会福祉協議
会の機能、NPO法人の実践と課題といった地域福祉を推進する様々
な機関や人材について学ぶ。これらを通じて、コミュニティワーク
からコミュニティ・ソーシャルワークへの変遷と現代の地域福祉の
課題について考察する。また受講生の地域福祉への関心を深めるた
め、地域課題別のNPO法人立ち上げのワークショップも行う。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

2025年の地域包括ケアシステム構築のために、各自治体は、様々な
取り組みを試行している。その人が住み慣れた地域でその人らしい
生活を送るといった、保健医療福祉等の生活支援にかかわる諸サー
ビス・諸活動を一体的かつ有機的・効果的に展開していくために
は、当事者である本人とその家族を中心として関連する専門職間の
連携・協働と地域住民のネットワーキングが不可欠なものとなる。
この講義では特に、本人とその家族が生活するための地域社会にお
ける専門職の役割、地域住民の主体的参加、関連専門職の連携・協
働と地域住民との相互的関係づくりを通して、いかにしたら地域共
生の実現に向けての礎ができていくのか、多面的かつ具体的・実践
的に学ぶことを目標とする。

（オムニバス方式／全15回）

（　 ⑳　柳澤　孝主／9回）
地域共生の連携活動における各種制度を担当

（　　　中村　泰規／6回）

各種制度を学修した上で、リハビリテーション職・理学療法士とし
ての事例を担当。

職
業
専
門
科
目

地域共生のための連携活動
Ⅱ

地域共生社会の創造や地域包括ケアシステムの構築に当たっては、
それぞれの地域の特性に応じた職種間の連携・協働、また、対象者
とその家族とのつながりが重要である。
この科目では「チームワーク概論」、「地域共生のための連携活動
Ⅰ」で修得した知識を基盤として、学科を横断した小グループでイ
ンタビューなどのフィールドワークにより周辺地域での現状やニー
ズの把握や抽出の方法等について学ぶ。
グループワークの結果については、発表のためのプレゼンテーショ
ンを行うために内容を整理すると共に、他の症例や事例を共有する
ことで広く実践に資する関連職種との連携や協働、対象者とその家
族とのつながりをもつ能力を養う。

共同

職
業
専
門
科
目

予防理学療法 理学療法士の活動範囲は医療保険、介護保険分野におけるリハビリ
テーションに留まらず、健康寿命の延伸のための予防を目的とした
介入へと広がっている。他の専門科目の一部として触れられてきた
内容を、予防理学療法学という視点で理学療法士の役割、活動内容
を整理することで、健康寿命の延伸に関わるための基礎的な知識を
身につけることを目的とする。

職
業
専
門
科
目

リハビリテーション医療工
学

リハビリテーション医療工学は、機能障害や能力障害の問題に対し
て工学的アプローチを用いて解決を考える学問である。本科目で
は、医工学で必要な計測を学び、近年、加速的に広がりつつある工
学的アプローチを理学療法士の視点から理解することを目的とす
る。

職
業
専
門
科
目

基礎理学療法概論 理学療法概論は、専門職としての理学療法士の必要性や業務内容に
ついて、理学療法の歴史と今後の展望や、関連法規、職業内容等を
解説し、理学療法各分野の活動や入学後の学修活動に必要な事項を
とりあげて解説する。また、理学療法の対象となる疾病や傷害を理
解し、基本的な理学療法を紹介・体験する。さらに理学療法の手
法、理学療法を展開する施設別と急性期、回復期、維持期における
時相別の理学療法の専門性とその役割、地域包括ケアを踏まえた多
職種連携等についても学修する。

職
業
専
門
科
目

理学療法研究法 理学療法研究を通して、理学療法領域における課題を探求し、文献
検索による情報収集、適切な手法の選択・設定を中心に展開する。
それら一連の研究過程を経て、問題解決能力を高めるための思考過
程とその手法を学ぶ。併せて、人を対象とする医学系研究に関する
倫理指針、動物実験の適正な実施に向けたガイドラインなどを通し
て研究倫理について理解する。また、各専門研究分野におけるト
ピックスついて紹介する。

職
業
専
門
科
目

基
礎
理
学
療
法
学

オムニバス方式地域共生のための連携活動
Ⅰ
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

運動療法学総論 理学療法の主たる治療手段である運動療法の基礎知識として歴史お
よび変遷、運動療法の概念、身体機能と運動、基本的な運動療法の
種類や適応と禁忌を学び、様々な機能障害に対する運動療法の実践
に際し、関節可動域運動、筋力増強運動、持久力増強運動、協調性
運動などの各種運動療法の目的、効果、基本的な進め方や運動内容
を学修する。

職
業
専
門
科
目

理学療法管理学Ⅰ 理学療法士の健康の維持･増進や疾患の治療のために行われる様々
な活動についての概要を学ぶ。さらに保健、医療、福祉など様々な
領域において就労する理学療法士としての心構え、接遇、マナー、
インフォームドコンセント、守秘義務、インシデント･アクシデン
トなどについて学修する。また、ロールプレイ等のシミュレーショ
ンを通して、理学療法を享受する対象者およびその家族の心理状
態、生活環境の変化や問題点などについて理解する。

職
業
専
門
科
目

理学療法管理学Ⅱ 理学療法士は、様々な職域で就業しており、各職域に応じた管理安
全対策について理解する必要がある。医療機関に限らず、施設、地
域などさまざまな場面での医療安全および管理方法について学ぶ。
また、安全文化を形成するための、施設組織および実践活動のシス
テムの理解を深める。その上で危機状態の問題解決、システム変革
などの方策を学修する。

職
業
専
門
科
目

基礎理学療法評価学 理学療法における評価の目的、対象、方法、記録、解釈までの一連
の流れを学ぶ。理学療法評価として基本的な問診、観察から基本的
な形態計測、関節可動域、筋力の評価能力を学修する。また、評価
に必要な情報の収集、評価結果の記録方法、問題点の抽出から、理
学療法プログラム作成まで一連の手法を理解する。

職
業
専
門
科
目

基礎理学療法評価学実習 基礎理学療法評価学で学修した基本的な評価技術について実習を行
い、基礎理学療法評価技術を高めることを目的とする。問診、観察
から基本的な形態計測、関節可動域、筋力の評価までを実際に行
い、基本的な身体運動機能評価法を理解するために必要な技術を修
得する。

職
業
専
門
科
目

運動器理学療法評価学 運動器理学療法は、骨、関節および骨格筋等における運動器疾患を
対象として理学療法が実施される。運動器理学療法評価学では、各
運動器疾患における病態の特徴と評価方法について学修し、各運動
器疾患の病態に対する理学療法の理解を深める。

職
業
専
門
科
目

運動器理学療法評価学実習 運動器理学療法評価学実習は、運動器理学療法評価学で学修した運
動器疾患を対象とした評価方法と技術を実習し、習得することを目
的とする。また、運動器疾患における病態の特徴と評価方法につい
て、実習を通してさらに理解を深める。

職
業
専
門
科
目

神経理学療法評価学 神経理学療法評価学は、反射反応、意識、高次脳機能、ADL、動作
分析など神経理学療法領域で共通して用いられる検査手技を学修
し、障害像を把握するための具体的評価方法について修得する。併
せて、疾患ごとに行われる個別の検査、評価方法を学び、障害の重
症度や問題点を把握する方法を学修する。

職
業
専
門
科
目

神経理学療法評価学実習 神経理学療法評価学実習は、神経理学療法評価学において学修した
反射反応、意識、高次脳機能、ADL、動作分析など神経理学療法領
域で共通して用いられる検査手技を実習し、障害像を把握するため
の具体的評価方法について習得する。併せて、神経疾患ごとに行わ
れる疾患別の検査、評価方法についても実習し、障害の重症度と問
題点を把握する方法を学修する。

職
業
専
門
科
目

内部障害理学療法評価学 内部障害理学療法評価学は、内部障害の病態を適切に理解したうえ
で、各病態に起因する身体運動障害の要因を明らかにするための検
査・測定法および理学療法評価法について学修する。また、内部障
害により生ずる身体運動機能への影響についての基礎知識を修得す
る。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

内部障害理学療法評価学実
習

内部障害理学療法評価学実習は、内部障害理学療法評価学において
学修した内容を踏まえて、内部障害の各病態に起因する身体運動障
害を正確に評価し、各内部障害の病態を把握するために必要な検
査・測定法を実習を通じて学修する。また、呼吸機能、循環機能代
謝機能検査の目的や実施方法を習得し、得られた情報を解析・分析
したうえで、内部障害患者に対して適切な検査項目を選択する能力
を習得する。

職
業
専
門
科
目

物理療法学 物理療法は、理学療法における治療手段の一つであり、物理療法が
身体に与える影響について正しく理解することが必要である。物理
療法学では、物理療法で用いる物理的エネルギー特性を学修し、物
理的エネルギーによる生体反応を学び、物理療法の概論、温熱療
法・エネルギー変換療法・超音波療法・寒冷療法・電気刺激療法・
光線療法・力学的機器を用いた治療法・水治療法、適応、禁忌を理
解する。物理療法は、物理的エネルギーを適切に身体へ適用するこ
とが重要であることから物理療法による生体反応の理解を深め、物
理療法実施前後における身体の評価方法を理解する。

職
業
専
門
科
目

物理療法学実習 物理療法は、物理的エネルギーを適切に身体へ適用することが重要
である治療法で、物理療法機器の特性と操作方法を学び、実際に物
理療法において用いる各機器を使用し実習を行う。さらに、機器を
用いた実習より物理療法による生体反応および物理療法前後におけ
る身体の評価方法を理解する。

職
業
専
門
科
目

義肢装具学 義肢補装具療法は、理学療法治療の基本的介入手段であり、正しく
義肢装具の概念とその歴史を解説し、義肢と装具の種類、構造、適
応について理解していることが求められる。また、義肢と補装具の
役割や位置づけを各領域におけるリハビリテーションの視点から理
解を深め、様々な障害に対応した義肢装具治療、及び日常生活活動
や参加に対して必要とされる補装具についても学修する。

職
業
専
門
科
目

義肢装具学実習 義肢装具学実習は、義肢装具学で学修した知識を実習を通じて生体
力学、バイオメカニクス、装具の構造、使用する部品、組み立て修
理について理解をする。義肢装具療法における実際に使用される義
肢装具の目的・機能的分類・身体に使用する部位別の分類について
学修を行う。さらに、義肢装具の作成手順や適合等について理解
し、実践できるようにする。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動学 高齢者や障がい者による、日常生活に生じる問題点を理解し、日常
生活支援に必要となる日常生活状況の分析・評価方法について学修
し、在宅医療、介護予防の視点を含めて地域社会で生活する高齢者
や障がい者の生活の質の維持・向上に向けた工夫と指導方法、プロ
グラム立案について、講義により基礎理論を学ぶ。また、日常生活
活動の概念、範囲、意義を学修する。特に国際生活機能分類(ICF)
との関係の中で日常生活の質を改善することの意味への理解を深め
る日常の生活活動の障害程度を測定するための方法を学び、障害像
や障害程度により異なる日常生活活動への援助のための具体的方法
を学修する。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動学実習 日常生活活動学実習は、障害像や障害程度により異なる日常生活活
動への援助のための具体的方法のうち、基本的に共通項目となりう
る疾患特異的ではない基本的な日常生活活動の障害程度を測定する
方法を実際に実習し、理学療法対象者への日常生活活動の援助や介
入方法を体験する。

職
業
専
門
科
目

運動器理学療法学 運動器理学療法学は、整形外科疾患等に起因する骨・関節機能障害
に対する理学療法を修得する。そのために、関節の機能解剖学、病
態運動学を学び、各種疾患の障害に対する知識を深め、各種の骨折
や変形性関節症などに対して術前後の状態に応じた評価、治療、リ
スク管理の実際を学ぶ。また、情報収集、画像診断、電気診断のポ
イントを理解し、各種疾患に対し最善の理学療法を行えるよう、各
種運動療法技術や物理療法の効果と、疾患への適応を学ぶ。ロコモ
ティブシンドロームなど在宅医療・介護状態との関連や、その予防
としての健康増進について含めて考える。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

運動器理学療法学実習 運動器理学療法学実習は、整形外科疾患等に起因する骨・関節機能
障害に対する理学療法技術を、実習を通して習得する。そのため
に、関節可動域改善のための関節包内運動やストレッチ、疼痛抑制
や筋力・持久力増強、協調性向上のための理学療法技術を実習す
る。また、物理療法効果の検証を行い、運動器疾患に対する理学療
法の実施に向けた立案を考える。

職
業
専
門
科
目

神経理学療法学 中枢神経系疾患に対する理学療法の基本的知識を概説し、評価から
治療までの流れについて理解を深める。主に脳血管障害、パーキン
ソン病、運動失調などの各疾患に対する基本的な理学療法を概説す
る。神経障害に伴う機能解剖や神経生理を理解したうえで、それぞ
れの疾患・障害による神経疾患の障害像の見方と画像診断によって
理学療法の実践を学修する。障害を持ちながらの日常生活での指導
管理に関する知識を深めるとともに、一方で在宅医療・介護予防の
視点を含めて障害予防としての生活指導を見据えた理学療法の展開
ができるよう指導する。また、脳血管系疾患に代表される生活習慣
病予防のための健康増進の考え方についても学ぶ。

職
業
専
門
科
目

神経理学療法学実習 中枢神経系疾患の理学療法の基本的知識技術を実習し、実際の評
価、検査・測定、問題点の抽出、目標の設定、プログラム立案がで
きるよう概説する。様々な中枢神経系疾患に対する運動療法介入に
ついて実技指導を実施する。更に、代表的疾患を症例として検討を
深め、臨床的応用につなぐことができるように学修する。臨床的な
対応について検討を深める。

職
業
専
門
科
目

内部障害理学療法学 内科疾患(代謝系・呼吸器・循環器疾患・悪性新生物)により生じる
病態像と内科疾患による障害像を理解した上で、内科系疾患に対す
る理学療法展開方法を学修する。
主に代謝系疾患、呼吸器疾患、循環器疾患、悪性新生物に関する医
学領域知識に触れながら、各疾患病態に対するリスク層別方法や対
処方法を提示する。また、内科障害を評価する諸々の評価指標（身
体所見、臨床検査データ等）のとらえ方や確認方法、及び臨床場面
における理学療法介入を示す。さらに、生活習慣に起因する様々な
内科疾患の予防と健康増進を通した健康寿命の延伸の為の対応につ
いて学ぶ。

職
業
専
門
科
目

内部障害理学療法学実習 疾患ごとの問題点を通じて、医療現場で役立つ知識や技術を修得す
ることを目的とする。内部障害理学療法を修得することで、運動負
荷試験・排痰法、吸引法の基本的な手技を実践し、理学療法におけ
るリスク管理についても理解を深めることができる。運動中の心拍
数、血圧、酸素摂取量を実際に計測して、適切な運動強度を処方す
る技術を学習する。呼吸器、循環器、代謝などの機能障害により、
健康が損なわれている患者の基礎的な解剖学、病理学などをしっか
り学習した上で、適宜運動療法を実践できるように学修する。

職
業
専
門
科
目

小児理学療法学 小児理学療法は、代表的な疾患に対する評価から治療までの流れを
理解し、評価および治療手技を健常な学生をモデルに実践ができる
ことを目標とする。新生児期から成人期まで長期に渡り医療福祉教
育の関わりが必要となることから、現時点での問題点のみならず将
来的問題に対する知識を理解する。「療育」についての理解を深
め、小児理学療法対象者・家族の支援を中心に地域療育についての
概要や代表的な理学療法の進め方について学修する。さらに、正常
発達に基づき次の発達段階に必要な運動要素について理解を深め、
運動機能障害に対する基礎的な援助方法を学ぶ。

職
業
専
門
科
目

高齢者理学療法学 高齢者の特性として身体的・精神的に抱える問題を理解し、病院・
施設・在宅などで展開される理学療法について総合的な知識を得
て、安全に理学療法を遂行するために必要となる知識・技術、地域
社会について学ぶ。また、高齢者の治療では多くの留意点を学び、
生活期の高齢者特性を理解し、積極的に介入することが治療効果の
向上につながり、地域医療・在宅医療とQOL・ADLの向上に貢献でき
る知識と技術を学修する。また、介護予防・健康増進の視点から健
康寿命の延伸のために必要な事項について学ぶ。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

スポーツ理学療法学実習 スポーツ医学に基づいて、外傷・障害発生のメカニズムを、生体力
学、運動生理学的視点から分析し、その評価、機能診断から理学療
法、アスレティックリハビリテーションプログラムの実際について
学ぶ。そのため、実際のスポーツ場面における姿勢・動作観察から
障害の分析を行う。また、徒手的治療やテーピングからマネージメ
ントまで、その理論と実際について習得する。加えてスポーツ外
傷、障害の予防策について学び、広い年齢層の健康増進についての
視点を身につける。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

我が国は、医学の発達、生活水準の向上に伴って、世界トップクラ
スの平均寿命の国となった。一方、健康寿命との乖離が大きいこと
が社会問題として指摘され、健康寿命の延伸により「寿命と健康寿
命の差を限りなく縮める」ことが国家的な目標である。このために
は、健康増進、介護予防のための様々な活動を生活の全ての場面で
取り入れることが必要である。そして、理学療法士の有する知識、
技能やその役割は、障がいを有する人の社会復帰に留まることな
く、その原因となる疾患を予防し、多くの人が健康である社会を構
築することにも役立てるべきである。また、健康とは単に医学的視
点のみで考えるのではなく、世界保健機関（WHO）の健康の定義に
謳っているように、身体的、精神的、社会的など人間を取り巻くあ
らゆる方向から考えることであり、理学療法士がどんな役割を担え
るかを考える必要がある。
この科目では、これまで学修してきた知識や技能を基盤にして、多
角的に健康について考え、健康寿命の延伸に広く活躍できる能力を
身に付けることを目指す。

（オムニバス方式／全15回）

（     田畑　稔／2回）

第9～10回：生活習慣病の予防と健康の維持・増進のための課題

（     沼田　憲治／2回）

第7～8回：中枢神経系疾患の予防と健康の維持・増進のための課題

（ ⑤  佐久間　肇／2回）

第5～6回：公衆衛生学的視点からの健康寿命延伸のための課題

（     鳥居　昭久／9回）

第1回：オリエンテーションおよび健康寿命延伸のための学びにつ
いて　第2～4回：健康の概念と多角的側面から見た健康づくりのた
めの課題　第11～12回：運動器疾患の予防と健康の維持・増進のた
めの課題　第13～14回：健康運動・スポーツの実際と理学療法士の
役割　第15回：まとめ

超高齢社会の中で、住んでいる地域社会において医療、福祉サービ
スを受けられる体制を整備することが重要になり、その中心となっ
ているのが地域包括ケアシステムの導入であろう。ここでは、本人
や家族の選択の上で、介護予防、介護支援、医療や看護、リハビリ
テーションなどの要素を組み合わせて、地域社会における多角的な
支援を目指している。理学療法士は、このシステムの中で、全ての
要素に関わりをもち、在宅医療や介護予防、介護支援の中心として
活動すべき職種である。
この科目では、これまで学修してきた知識や技能を基盤にして、在
宅医療・介護の推進について学び、対象者の背景や環境など多様な
側面を考慮して、在宅や地域における問題を解決するために活動で
きる能力を身に付けることを目指す。

（オムニバス方式／全15回）

（      富田　義人／2回）

第12～13回：地域連携と包括ケアシステムにおける課題と方策

（      清宮　清美／6回）

第1回：オリエンテーションとこの科目の意義と目的　第2～3回：
高齢者における在宅医療と介護支援の実際　第8～9回：生活環境に
おける在宅医療と介護支援の課題　第15回：まとめ

（      杉山　真理／2回）

第6～7回：日常生活活動に対する介護支援の課題

（      大塚　幸永／3回）

第10～11回：地域における理学療法士の役割　第14回：家族介護と
社会的支援の総合的課題

（      佐藤　政広／2回）

第4～5回：重度心身障害児に対する在宅医療と介護支援の実際

健康寿命の延伸

理
学
療
法
治
療
学

職
業
専
門
科
目

オムニバス方式在宅医療・介護の推進
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

アスレティックリハビリ
テーション

スポーツ分野における理学療法は、単にスポーツ外傷やスポーツ障
害への対応に留まらず、競技復帰に向けてのトレーニングや、再発
予防のためのアプローチなどを含めて、それぞれの競技特性を考え
た上での全身的な考慮が必要である。また、対象選手の体力特性や
ポジション、戦略などを考慮した個別のプログラムを立案、実践の
ための指導をする必要がある。スポーツ場面での怪我に対する治療
や社会復帰までの過程をメディカルリハビリテーションと表現する
のに対して、これら全面的なスポーツ競技復帰までの一連の流れを
アスレティックリハビリテーション（以下アスリハ）と表現され
る。この科目では、スポーツ理学療法学実習やその他の関連科目で
学んだ知識を背景に、競技場面を想定して、スポーツ外傷やスポー
ツ障害の予防、復帰のための様々なアスリハの実際、再発予防のた
めのトレーニングの実際などを具体的に学び、そのプログラムを立
案･実践できる能力を養うことを目的とする。この科目は、演習形
式を中心に進め、アスリハの基礎知識の学びに加えて、様々な競技
を想定した具体的なアスリハについて検討、立案、実技を含めた発
表、ディスカッションを行う。それにより知識を確実に技術に繋
げ、スポーツ現場で実践できる能力を養う。

職
業
専
門
科
目

生活環境学 生活環境学では、地域社会における日常生活を理解し、高齢化に伴
う社会変化と生活環境の変化について学ぶ。地域で生活をすること
は、行政・医療・保健を理解し、身近な問題を解決できるシステム
を学習する。老人保健法、介護保険法に基づいて地域活動の生活領
域が拡大を見せている。在宅、通所事業、訪問事業など目的や現状
を理解し、在宅医療・介護を推進し、安心して地域で暮らす全般的
なサービスの必要性を理解し、環境整備に必要となる知識を学修す
る。

職
業
専
門
科
目

地域連携学 地域医療・在宅医療を実践する上で、在宅医療に必要不可欠である
多職種連携が今日のリハビリ医療として様々な場面で行われてい
る。講義では、患者について多職種間で情報交換の意義や方法、患
者情報と適切なサービスを受けるために必要となる連携について学
修する。実際に地域で活躍している医療者を招いて、地域包括ケア
システムを実現するために必要となる在宅医療・介護の推進と多職
種連携する情報共有システムの方法と医療・介護・福祉の専門職で
必要とされる情報の提供システム・チームケアを実現するための方
法を学ぶ。住み慣れた地域で、生活する高齢者や障がい者に質の高
い地域サービスの提供や情報共有基盤の整備について学ぶ。

職
業
専
門
科
目

地域理学療法学 誰もが住み慣れた地域で安心して生活していくために、2025年を目
途に地域包括ケアシステムが構築される。医療的問題を抱えた多く
の障がい者・高齢者が医療・介護・福祉の支援を受けながら在宅生
活を送ることになる。今後、医療職も地域での活動の場が広まるこ
とから、医療職が地域で活躍するための意味と具体的技術、ならび
に地域福祉活動の組織・専門職についての理解をもとに、在宅医
療・介護の推進やコミュニティ・ワーカーの基本的態度と資質を身
に付ける。

職
業
専
門
科
目

被災支援と理学療法 東日本大震災に代表される大規模自然災害が発生した際、被災地域
自治体が中心に避難所の開設や運営を行っている。この際、長期に
及ぶ避難生活により、被災者においては心身の機能における様々な
問題が発生する。特に、避難所において、障がいを有する人や、高
齢者の廃用症候群の予防策、避難所生活上の日常生活活動の適応・
改善訓練などは、理学療法士が中心になって支援すべき事項であ
る。しかし、一般の医療施設における理学療法とは異なり、被災者
の状態、被災地域の実情、避難所の環境、行政システムなどを理解
し、その状況に対応できる能力が求められる。そこで、この科目で
は、災害に対する行政の取組み、避難所などの開設や運営、災害時
に発生する諸問題などについて事例を中心に学び、理学療法を有効
に実施できる知識を得ることを目的とする。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

見学実習 臨床実習施設において展開されている理学療法を臨床実習指導者と
共に、診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式を踏まえて
見学し、施設の役割や機能を理解し、理学療法士の業務を把握した
上で、理学療法対象者の概要を認識して、臨床実習施設のスタッフ
や理学療法対象者とのコミュニケーションを図ることを学修する。
また、医療従事者としての心構えや立場を深めるとともに、理学療
法士としての責務を認識する。
実施方法は、1週間臨床実習施設へ出向き実施する。実習後、学内
セミナーにて、学修内容を担当教員と振り返り、実習内容を発表
し、実習内容を共有し、体験した内容をさらに深化し、自分の知識
として定着させる。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

検査・測定実習 臨床実習施設において理学療法評価として必要な基本的な検査・測
定項目を挙げ、診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式で
担当症例に対して実際に検査・測定を行う。臨床実習指導者の指導
により学内で学んだ検査・測定項目を実際の臨床場面で実施する。
検査・測定結果を障害に応じ解釈を行うための臨床知識を習得し、
障害程度の把握ができるようになる。実施方法は2週間臨床実習施

設へ出向き実施する。実習後、学内で実習内容を振り返り、実習内
容の確認等について担当教員から指導を受ける。実習前と実習後に
実技試験を実施することで、基礎理学療法学・評価学および実習の
習熟度を評価する。
検査・測定実習では理学療法対象者に応じた理学療法評価のために
必要な検査・測定項目を挙げ、実際の理学療法対象者において検
査・測定を実施し、測定値の理解をもとに障害程度の把握を行う
が、理学療法治療プログラムの作成や理学療法の目標設定を行うこ
とは求めない。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

評価実習 臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとで診療参加型
かつクリニカル・クラークシップ形式により理学療法評価を幅広く
体験しながら理学療法実施上の問題点を探索し、プログラム作成過
程を習得する。この科目は、理学療法対象症例に対する評価方法の
選択・実施、評価結果より問題点を抽出し、症例の障害像を把握す
る課程を学修する。また、理学療法士としての役割をチーム医療の
観点から学ぶため、適宜、関連職種の業務体験や見学を行い、臨床
実習指導者や症例担当者による理学療法実施場面では、学生が可能
な理学療法補助業務に積極的に参加させ、幅広く理学療法場面を体
験することで理学療法士に求められる知識、技術を習得する。
実習前と実習後に実技試験を実施することで、運動器・神経・内部
障害理学療法学・評価学および実習の習熟度を評価し、実習後、学
内セミナーにて、学修内容を担当教員と振り返り、実習内容を発表
し、討論することでさらに実習内容を深く修める。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

総合実習 臨床実習指導者の指導の下で診療参加型かつクリニカル・クラーク
シップ形式により、学内で学修した理学療法評価、治療を基に理学
療法対象者の評価、結果の統合と解釈、治療計画の立案と実施、記
録・報告等の理学療法の一連の過程について、臨床現場で模倣しな
がら体験・実践する。理学療法評価から治療目標を設定し、治療プ
ログラムを作成する。加えて基本的な治療手技を実施する。総合実
習前は、まず筆記試験を行い、実習に必要な知識が備わっているか
を 確 認 し 、 そ の 後 OSCE （ Objective Structured Clinical
Examination；客観的臨床能力試験）を実施し、理学療法専門科目

とその実習における総合的な習熟度を評価した上で、理学療法士と
して必要な知識、態度や技能について、理学療法対象者を想定した
臨床能力を客観的に確認する。総合実習では、学生が1日の実習行

動計画を作成し、実習内容を実習記録へ記載した上、臨床実習指導
者へ報告する。臨床実習指導は、臨床実習指導者と専任教員が連携
し、適宜、必要に応じて連絡を取り合い、学生の実習状況について
の情報を共有し、助言・指導を行う。
総合実習後、技術・態度面の確認をOSCEで行い、学内セミナーに

て、総合実習での体験・学修内容を発表し討論した上で、担当教員
と振り返り理学療法の実践能力について学修内容を深める。

共同（一部）

臨
床
実
習

臨
床
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習
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

地域実習 生活期において在宅や施設に居住する地域在住の理学療法対象者に
おける理学療法について実地見学、体験を通じて地域における理学
療法評価や治療、支援方法、理学療法士として必要とされる役割や
考え方、実践方法について学修する。また地域理学療法における多
職種協同の必要性や地域包括ケアについても学ぶ。具体的には、健
康維持・増進および介護予防事業、通所リハビリテーションや集団
理学療法プログラムの体験、訪問理学療法の見学に加えて、バイタ
ルサインチェックや施設内相談員やケアマネージャーの業務やカン
ファレンス見学、入所調査、相談業務の見学、地域ケア会議や多職
種連携会議などへの見学や体験参加、退所前訪問の見学等から地域
生活に対する知識技術の適応方法を学修する。地域実習終了後、学
内セミナーにて、学修内容を担当教員と振り返り、体験や学んだ内
容を発表し、学修内容を深める。

共同（一部）

展
開
科
目

共生社会の展開と実践 超高齢社会、健康寿命の延伸など、現代社会の課題を認識し、共生
社会の維持・向上に寄与できる理学療法士として、将来活動するた
めの考え方を養う。「隣接他分野」で学修した身体機能の回復に隣
接する他分野の知識・技術と「組織の経営・マネジメント」の学修
を統合・総括し、共生社会の維持・向上に貢献しうる役割や支援に
どのように展開・実践できるかについて、グループ演習により考察
する。グループによるディスカッション結果の発表は、理学療法学
科と作業療法学科の合同で行い、他学科における応用の考え方に触
れる機会を設け、積極的に他職種と協働するための姿勢を育成す
る。この科目は展開科目と職業専門科目の担当教員が共同で行う。

共同

展
開
科
目

共生福祉論 “共生福祉”に関する様々なとらえ方を把握した上で、“共生社
会”との関連性を明確にする。また、援助専門職にとっての“共生
福祉”の意味と意義を明らかにし、地域社会において多職種による
連携・協働、市民の協力を得た上でのネットワーキングの必要性を
明確にする。これらを具体的かつ実践的に学んでいく。

展
開
科
目

身体障害への支援システム
工学Ⅰ

ロボットに代表される保健医療分野における支援システムの開発か
ら市場投入までの一連のプロセスを、実証実験手法も含めて体系的
に学ぶ。
基礎として、人間の感覚、認知、認識特性に基づくヒューマンイン
タフェースの設計手法について学習する。次に障害特性の定義と代
行手段の選択に基づいた要件定義と製品化手法について、福祉介護
の現場で行う試作機を用いた実証実験による仮説検証手法とアン
ケートの評価手法に重点を置いて学ぶ。

展
開
科
目

身体障害への支援システム
工学Ⅱ

保健医療機器の製品化プロセスを障がい当事者向けのマウス操作用
のインタフェースを事例に学ぶ。インタフェースは、障害種別を想
定して試作する。実証実験では、試作したインタフェースをPC
（Windows）の補助機能の組み合わせで機能評価とアンケートを実
施し、統計的解析手法を用いてその有効性を検証する。

展
開
科
目

コーチングの理論とスポー
ツとの連携Ⅰ

健康寿命の延伸の指導・支援に関わるためのコーチングの知識、考
え方、スキルを学ぶとともに、コーチングの場面における課題を明
確にし、それに対する問題解決スキルを習得することをねらいとす
る。また指導者・支援者としてのコーチングスタイルを明確にする
とともに継続的に学習するための考え方を醸成する。この科目は
コーチングの哲学を理解することを中心に置き、個人およびチーム
のコーチングを実現するためのケーススタディも含めて展開してい
く。

共同

展
開
科
目

コーチングの理論とスポー
ツとの連携Ⅱ

「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ」で学んだコーチングの
基本的な考え方をもとにして、指導者・支援者が様々な現場で直面
する課題を解決する力を身につけ、不測の事態に直面しても方法論
にとどまらない本質的な課題を抽出し、解決策を立案・提示できる
力を身につけることをねらいとする。同時に自分自身の関心のある
テーマでのグループ討議、まとめ、発表を通じてチームワークを醸
成し、チームマネジメントの考え方も体験的に学ぶことももう一つ
のねらいとする。

共同

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

臨
床
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

展
開
科
目

障害者の社会参加とスポー
ツの教育的活用Ⅰ

「障がい者の社会参加促進」は、共生社会において重要なテーマで
あるが、実際には社会参加のための情報・知識・技術を持つことが
難しいという課題がある。障がい者スポーツは、スポーツというア
イテムを通して障がい者の社会参画機会を増やし、生活の質の向上
に役立つ有効な活動である。本講義では教育原理や教育方法論的な
視点から障がい者スポーツについての理解を深め、障がい者スポー
ツとその教育の普及促進のために出来ることを学ぶ。

共同

展
開
科
目

障害者の社会参加とスポー
ツの教育的活用Ⅱ

この授業では、「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ」で
学んだ知識を活かし、障がい者スポーツ教育を実践できる力の習得
をめざす。グループワークによる障がい者スポーツ教育の指導案作
成、ロールプレイによる発表を行い、実際に障がい者スポーツ教育
の現場を見学したり、指導者の話を聞く等の授業も行う。

共同

展
開
科
目

ユニバーサルツーリズムと
外出支援Ⅰ

年齢や障がいなどに関わらず、誰もが外出や旅行を楽しむユニバー
サルツーリズムの定義、意義について学ぶ。高齢者や障がい者など
は施設や住宅での限られた環境下の生活から、「お出かけ」をする
ことで徐々に社会参加が促進される。本人への刺激、生きがい、健
康増進への意欲が促進されるだけでなく、周囲の人々への理解を深
めるなど、外出の意味は大きい。外出や旅行の意義、共生社会へつ
ながる一歩であることなどを、ユニバーサルデザインやバリアフ
リーとの関係、障がいの社会モデルについて、先進事例などを紹介
しながら国内の状況について考える。

展
開
科
目

ユニバーサルツーリズムと
外出支援Ⅱ

年齢や障がいなどに関わらず、誰もが外出や旅行を楽しむユニバー
サルツーリズムについて、実際の街を歩いてその課題と解決策につ
いてグループワークを通して学ぶ。高齢者や障がい者が実際の街で
どのような不便があり、誰もが外出や旅行を楽しむためには何が必
要かをグループワーク、フィールドワークを通して考える。改善提
案では地域の活性化につなげたプランについて、プレゼンシートを
作成し、コンテスト形式で発表を行う。

展
開
科
目

手話による聴覚障害者との
コミュニケーションⅠ

手話とは日本語とは異なる独自の文法・語彙体系を持った視覚言語
であり、聴覚障害者とのコミュニケーションツールの一つである。
手話をはじめとするさまざまなコミュニケーションを持つ聴覚障害
者についての学習（障害について、コミュニケーション方法、暮ら
し、置かれている社会状況など）を通して、聴覚障害に関する基礎
知識を理解することを目的とする。コミュニケーションの一つであ
る手話であいさつや自己紹介程度の簡単な会話ができることを目指
す。

展
開
科
目

手話による聴覚障害者との
コミュニケーションⅡ

手話とは日本語とは異なる独自の文法・語彙体系を持った視覚言語
であり、聴覚障害者とのコミュニケーションツールの一つである。
手話をはじめとするさまざまな聴覚障害者とのコミュニケーション
方法を学び、手話で日常会話ができることを目指す。また学んだ手
話を活かして療法実践の場で活用できるようにする。

展
開
科
目

実務リーダーのための経営
戦略論

経営戦略の基本概念を、経営理念と経営ビジョンとの関係を交えて
理解する。事業別戦略や機能分野別戦略について、各分野の実務家
講師による事例を扱った講義と意見交換を通じ、実践的に理解をす
る。保健医療に関する事例も取り上げる。グループワークや発表を
通じて、将来を主体的に構想し、その実現に向けて関係者の協力を
形成する基礎的な能力を養う。

展
開
科
目

組織･人材マネジメントの
理論と実践

人材の持つ潜在能力を引き出し発揮させる仕掛けやしくみは重要な
経営の要素である。
本科目では、組織を一から創っていく時に必要な考え方を時系列に
学ぶことによって、組織および人材マネジメントの考え方を理解で
きるようにカリキュラムを組んでいる。
また人が成長し活力ある組織にするために良い組織の要件の理解か
ら始まって、組織のあり方、組織の創り方や組織と人を主体的に動
かすマネジメントのあり方、そして人材のマネジメントの仕方とと
もに、保健医療の組織論についても学ぶ。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

展
開
科
目

実践マーケティング戦略 顧客のニーズを理解し、顧客に対しどのような価値を提供するべき
かを考えることは、企業活動の基本であるだけでなく、社会的組織
においても重要である。本科目では、マーケティングの基本的な考
え方から、各種のフレームワーク、理論、調査分析手法を学ぶこと
により、顧客のニーズを把握し、事業や商品サービス開発につなげ
るための知識を身に着ける。保健医療分野とともに、保健医療分野
に親和性の深いサービス業におけるマーケティングについても、考
え方を事例により学ぶ。

展
開
科
目

保健医療経営Ⅰ 急激に進行しつつある超高齢化、人口減少社会にあって、保健医療
分野の役割が重要化しつつある。また、膨らむ医療費・介護費の問
題、医師不足など人的資源の問題、情報資源活用等、問題・課題が
山積している。本講義では、保健医療の経営を考えるうえで根幹と
なる介護報酬（社会報酬）や診療報酬等制度の仕組みを中心に解説
する。保健医療経営の事業構造を経営主体別に学び、介護経営、病
院経営等のソリューション（問題解決）に役立つ人材育成を目指
す。

展
開
科
目

保健医療経営Ⅱ 保健医療経営Ⅰを踏まえ保健医療経営Ⅱでは、各分野の経営（病
院、介護、社会福祉法人、在宅サービス）をヒト、モノ、カネ、情
報から捉え、そのマネジメント手法を解説する。具体的には、病
院、介護、社会福祉法人、在宅サービス等を実践している施設の
ケースを通し、業務改善、経営改善手法を学び、診療報酬、介護報
酬（社会報酬）、地域福祉計画（社会福祉増進計画）、医療計画等
についてより実践的に学ぶ。また、起業した人材や会社の事例か
ら、保健医療領域での現場改善や起業のニーズ、シーズの活かし方
を深める。

展
開
科
目

実務リーダーのための財務
会計Ⅰ

財務諸表の理解は、ビジネスの世界で必須であるが、単に会計ルー
ルや会計用語を学んでも意味はなく、経営に活かす視点こそが重要
である。
当授業では、長年、様々な法人の会計監査を行ってきた専門家が、
実際の財務指標を教材にしながら、経営と関連付けた実践的な授業
を行う。
「実務リーダーのための財務会計Ⅰ」では、実務リーダー・マネジ
メント層として理解すべき基本的な会計理論を学び、保健医療分野
の会計についての講義も行う。

展
開
科
目

実務リーダーのための財務
会計Ⅱ

財務諸表の理解は、ビジネスの世界で必須であるが、単に会計ルー
ルや会計用語を学んでも意味はなく、経営に活かす視点こそが重要
である。
当授業では、長年、様々な法人の会計監査を行ってきた専門家が、
実際の財務指標を教材にしながら、経営と関連付けた実践的な授業
を行う。
「実務リーダーのための財務会計Ⅱ」では、実務リーダー・マネジ
メント層として実務上把握すべき財務数値とその活用方法について
講義を行う。金融機関との付き合い方など、実務上役立つ知識も提
供する。

展
開
科
目

ビジネスのための法律 専門的・実務的な能力を活かして就職あるいは起業する上では、そ
の事業に関する様々な法令を遵守する必要がある。
当授業で、事業に必要なライセンス、会社や法人の立ち上げ、人の
雇用、事業遂行上のリスク管理などすべてのビジネスに共通する情
報とともに保健医療分野にかかわる情報をインプットし、保健医療
の世界で活躍するための実践力を身に付ける。
長きに渡り法律のプロフェッショナルとして実務に当たってきた教
員が、経験を通して得た、実践で役立つエッセンスを分かり易く解
説する。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

展
開
科
目

ビジネスのためのIT 情報技術（IT）は一般企業にも行きわたり、ビジネスを組み立て
る、実行するうえでも必須の要素となっている。ITがビジネスで活
用されている身近な事例を教材として用い、ビジネスの具体的な場
面で用いられているITの用語や、保健医療分野ではどういった目的
でITが活用されているか等を学習する。講義内では、本講義で学ぶ
事例、いままでに情報関連の科目で学んだ知識を活用するためのグ
ループディスカッションの機会を複数回設け、学習した事例をもと
にITを活用したビジネスアイデアを練る力を身につける。

（キーワード）
IT、Webサービス・アプリケーション、ビッグデータ、IoT、ウェア
ラブルコンピュータ

展
開
科
目

在宅サービスの事業経営 地域包括支援システムの構築にあたり、高齢者が可能な限り住み慣
れた地域で自分らしく暮らし、安定した日常を送るためには、適切
な住まいが必要である。
本講座では、地域密着型サービス、小規模多機能型サービスやサー
ビス付き高齢者向け住宅等を全国で展開している企業で実務を担う
専門家が、実際の施設やサービスを元に、「市場認識」・「事業継
続」・「事業運営」など、実際の事業において成否を決める視点を
教授する。地域包括支援センターとの関係や地域交流など、運営面
でのポイントも学ぶ。

展
開
科
目

事業計画策定概論 企業の継続的成長や顧客創造を実現するために新たな事業活動は不
可欠である。新たな事業活動の出発点である事業を構想（アイデア
出し）する発想法を学び、グループで協力し、保健医療分野におい
て新しい事業やサービスを計画するための事業計画書を策定するプ
ロセスを習得する。策定過程において、ビジョン、事業コンセプ
ト、マーケティング戦略、財務戦略等の重要性を理解する。グルー
プの意思集約を重視したオンリーワンの構想を形にする。

展
開
科
目

総合事業開発 経営分野の学びを、どのように保健医療分野及び隣接他分野で活か
すことができるか、両者の接続を図ることを目的とする。事例研究
を基に、ディスカッション形式による授業を展開する。保健医療福
祉分野の経営戦略・マーケティング・財務戦略・IT・人事戦略の事
例、隣接他分野での新しいサービス開発事例などを取り上げる。ゲ
ストスピーカーを招き、実務現場の臨場感を伝える場を設けるな
ど、実践的な授業を行う。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

「理学療法研究基礎ゼミナールI」は、学問研究の基盤である「判
断力」「理解力」「表現力」を養い、効果的なプレゼンテーション
とそのための工夫を修得することを目的とする。授業は基本的にゼ
ミナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（    .田畑　稔）

研究ゼミナールは、理学療法諸領域の具体的なテーマを設定し、文
献検索や資料の収集、仮説に基づいた実験・調査の実施とその解析
から論文作成までの一連の研究過程を体験していく。「理学療法研
究基礎ゼミナールⅠ」では、最初の段階として、研究テーマを具体
的に設定することを中心に演習を行う。研究方法の種類や方法論を
学んだ上で、設定したテーマに即したプレゼンテーション資料で発
表することを目標とする。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（    .灰田　信英）

学生は医療・企業・事業などに関する深い専門的な知識、経験、そ
して技術を有する講師によりゼミ形式で展開される講義や演習を受
講する。そこでは、医療・地域生活に対し、専門的な能力と共に洞
察力・コミュニケーション力・構想力・実践力に基づく研究デザイ
ンを担当教員の指導を受けて自らテーマを探索することを目的とす
る。このゼミナールでは、医療・経済・環境などの社会的変化に興
味をもち、より多様な課題に着目し継続的に社会構造・未来的創造
をもった能力と資質を養い専門性を身につけることを学修課題とす
る。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（    .岩本　浩二）

運動器障害、スポーツ外傷・障害の課題を通して、研究の進め方に
ついて効果的なプレゼンテーションの作成、発表、評価など基本的
な内容について学習する。プレゼンテーションを行う研究課題は学
生が自主的に提案することが望ましいが、進捗においては共同で行
う。指導教員は研究に必要な「判断力」「理解力」「表現力」を学
習するプレゼンテーション発表において助言を与えることで研究を
支援する。学生の希望や進捗に応じて研究課題やスケジュールを変
更することがある。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（    .大矢　暢久）

運動器系疾患、物理療法分野での「判断力」「理解力」「表現力」
を養い、効果的なプレゼンテーションとそのための工夫を習得する
ことを目的とする。プレゼンテーションの発表、評価については、
学生が主体的にゼミナール内で活発に議論し、改善点などを自身の
肌で感じ、自身で工夫する能力が高まるように授業を進める。授業
は基本的にゼミナール形式で行うが、内容に応じてその形を適宜変
更する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（    .加藤　剛平）

「理学療法研究基礎ゼミナールI」は、学問研究の基盤である「判
断力」「理解力」「表現力」を養い、効果的なプレゼンテーション
とそのための工夫を修得することを目的とする。このため、プレゼ
ンテーションの作成、発表、評価の経験を学生が得られるように授
業を構成する。プレゼンテーションの発表、評価については、学生
が主体的にゼミナール内で活発に議論し、改善点などを自身の肌で
感じ、自身で工夫する能力が高まるように授業を進める。授業は基
本的にゼミナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更す
る。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（    .武井　圭一）

脳卒中片麻痺者に対する理学療法、および糖尿病患者に対する運動
療法をテーマとして、各テーマの領域における理学療法の現状と課
題についてPBLを含む演習課題を通して明確にし、研究テーマを決
める。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（   .富田　義人）

「理学療法研究基礎ゼミナールI」は、学問研究の基盤である「判
断力」「理解力」「表現力」を養い、効果的なプレゼンテーション
とそのための工夫を修得することを目的とする。このため、プレゼ
ンテーションの作成、発表、評価の経験を学生が得られるように授
業を構成する。本ゼミナールでは、医療・福祉に関する様々な問題
から、学生自身がテーマを選択しその内容についてプレゼンテー
ションを作成し発表する。学生の主体的発想を尊重するアクティブ
ラーニング形式を採用する予定である。授業は基本的にゼミナール
形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（   .田中　直樹）

ロボット技術を用いたリハビリテーション領域、バーチャルリアリ
ティを用いたリハビリテーション領域、電気刺激療法を用いたリハ
ビリテーション領域について講義を受け、担当ゼミ教員とともに研
究対象領域を決定する。研究課題を決定するのに必要な文献の検索
方法や文献抄読方法を学習し、研究対象領域の文献調査を行う。文
献調査を行うことにより、研究対象領域の現状把握、課題の整理を
行い、整理した課題の中から担当ゼミ教員とともに各自の研究課題
を決定する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（   .清宮　清美）

医療専門職である理学療法士として、どのように地域社会との関わ
りを持って行くか演習する。医療・経済・環境などの社会的変化が
醸し出す課題を抽出し、それらを踏まえて個々に研究テーマを決
め、文献検索からはじめ、研究デザインを考えることができるよう
援助する。研究テーマを決定するまでに至らなくても、興味のある
ジャンルを決めることができることが望ましい。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（   .杉山　真理）

理学療法研究法を基礎として、理学療法研究の意義と臨床研究課題
の探索方法を学ぶ。理学療法研究卒業ゼミナールに向けて、テーマ
の選定、論文の探索方法、論文構成を学修し、論文内容を理解でき
るようにする。学修の習慣を身に着け、将来理学療法を行う時に必
要な情報収集能力や、学修態度を身に着ける。
ゼミ形式をとり、論文抄読を通してお互いに情報交換する。また卒
業論文のテーマを探してゆく。主に車椅子シーティング、褥瘡予
防・治療、障がい者スポーツをテーマとする。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

「理学療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、理学療法諸領域における課
題を探求し、文献検索による情報収集、適切な手法の選択・設定を
中心に展開する。それら一連の研究過程を経て、問題解決能力を高
めるための思考過程とその手法を学ぶ。授業は基本的にゼミナール
形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .田畑　稔）

研究テーマを具体的に設定することを中心に演習を行う。研究方法
の種類や方法論を学んだ上で、論文検索、文献抄読を行い、研究
テーマを設定し、仮説を立てた上で研究計画書を作成する。研究の
準備実行段階として位置づけ、設定した研究テーマと研究テーマに
即した具体的な実験または調査方法の妥当性について吟味し、研究
計画書を完成することを目標とする。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .灰田　信英）

医療・企業・事業など専門的なスキルを展開した講師より講義を受
け、専門的な能力と共にコミュニケーション力・構想力・実践力に
基づく研究デザインを担当教員の指導を受けて自ら研究デザインを
探り出す。ここでは、医療・経済・環境などの社会的変化に興味
をもち、より多くの課題に着目し継続的に社会構造・未来的創造を
もった能力と資質を養い専門性を涵養することを目的とする。学生
は教員の指導のもと、主体的に研究を企画・立案できることを目標
とする。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .岩本　浩二）

主に運動器障害、スポーツ外傷・障害の課題を通して、基礎的な研
究の進め方である文献検索による情報収集、適切な手法の選択・設
定を通じて基本的な内容について学習する。研究デザインは各自が
自主的に提案することが望ましいが、進捗においては共同で行う。
指導教員は、学生が行う文献検索による情報収集、研究方法・研究
結果の解釈などにおいて、助言を与えることで基礎的な研究方法の
学習を支援する。学生の希望や進捗に応じて研究課題やスケジュー
ルを変更することがある。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .大矢　暢久）

運動器系疾患、物理療法分野における課題を探求し、文献検索によ
る情報収集、適切な手法の選択・設定を中心に展開する。それら一
連の研究過程を経て、問題解決能力を高めるための思考過程とその
手法を学ぶ。収集した文献については、学生を主体とする文献抄読
会を開催し、問題の解決に活用できる情報を獲得する能力を養う。
授業は基本的にゼミナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜
変更する。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .加藤　剛平）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、理学療法諸領域における課
題を探求し、文献検索による情報収集、適切な手法の選択・設定を
中心に展開する。それら一連の研究過程を経て、問題解決能力を高
めるための思考過程とその手法を学ぶ。文献検索による情報収集に
おいては、実際に学術誌関連データベースから目標とする文献を検
索する作業を演習する。また、収集した文献については、学生を主
体とする文献抄読会を開催し、問題の解決に活用できる情報を獲得
する能力を養う。授業は基本的にゼミナール形式で行うが、内容に
応じその形を適宜変更する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .武井　圭一）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅠ」で選定した研究テーマに関連す
る先行研究を検索し、さまざまな研究方法を知り、卒業研究に必要
となる研究計画書、および倫理審査書類を作成する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .富田　義人）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、理学療法諸領域における課
題を探求し、文献検索による情報収集、適切な手法の選択・設定を
中心に展開する。それら一連の研究過程を経て、問題解決能力高め
るための思考過程とその手法を学ぶ。本ゼミナールでは、理学療法
諸領域における課題を探求していく。文献検索方法や、文献の査読
方法の指導を行い学生に良質な文献の検索方法を教示することが目
的である。また、収集した文献については文献抄読会を開催し問題
解決に活用できる情報を獲得する能力を養う。授業は基本的にゼミ
ナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .田中　直樹）

研究の基礎である研究倫理、研究デザイン方法、データ管理、手法
について学修する。データ収集に使用する機材の使用方法を学習す
る。研究を行うのに必要な研究計画書や倫理審査書類について学修
し、それらの目的や構造について理解する。「理学療法研究基礎ゼ
ミナールⅠ」で決定した研究課題について文献調査を行い、研究課
題に対する仮説および研究計画を立案し、研究計画書および倫理審
査書類を作成する。立案した研究計画はゼミにて発表する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .清宮　清美）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅠ」の継続として、興味を持った
ジャンルの課題を抽出し、関連した事項について講義する。医療・
経済・環境などの社会的変化が醸し出す課題を抽出し、それらを踏
まえて個々の研究デザインを探り、研究テーマを決定し、研究計画
書を作成する。

理学療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（   .杉山　真理）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅠ」の学修内容および受講してきた
講義内容をもとに、研究テーマを決定し、研究計画書を作成する。
倫理的な配慮についても学修し、倫理審査申請の準備を行う。
次年度の卒業研究作成のために論文検索、構造化抄録を作成し、先
行研究で行われている内容、明確になっている事実を踏まえ、自身
のテーマの新規性を明確にする。主に車椅子シーティング、褥瘡予
防・治療、障がい者スポーツをテーマとする。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、自らの研究テーマや研究の
意義、研究計画の立案から、文献検索などの情報収集の方法、統計
学的分析法などを演習し、理学療法研究を実践する。また、演習に
より研究手順を実践し、研究計画書を作成することを目標とする。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   .田畑　稔）

研究テーマから具体的にデータ収集・実験を行うことを中心に演習
を行う。研究テーマを設定し、仮説を立てた上で研究計画書を作成
する。研究の実行段階として位置づけ、設定した研究テーマと具体
的な実験または調査方法を実施し、研究計画書に基づき準備・実行
した上で結果の検証を行う。また、データ収集が客観的に行われる
よう検討を重ね、実験や調査により得られたデータの統計的な解析
方法を学ぶ。専門分野は、呼吸器、循環器、代謝疾患、運動生理学
であるが、一般的な理学療法計測による研究であれば対応可能であ
る。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   .灰田　信英 ）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」で修得した知識や技能を活
用し、自らの研究テーマに沿って実験・調査などによる研究を実施
する。ここでは、教室では学ぶことのできない地域社会の場に飛び
込み、生きた課題に触れ、大学で獲得した知識や技術を活かし能動
的かつ主体的に研究を展開する。これまでの講義や演習と異なり、
自ら進んで研究の計画、立案、そして実施を行い、事象は多元的な
構造から成り立ち、正解は一つではないことを理解することを目的
とする。自ら課題を見つけ、探索し、結論を導く過程を学ぶことに
より、将来の職業や創造的な生き方の構築に役立つことを目標とす
る。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   .岩本　浩二）

主に運動器障害、スポーツ外傷・障害に関して、文献検索、研究
テーマや研究の意義、統計学的分析などを演習し、研究計画書の作
成について学習する。研究デザインは各自が自主的に提案すること
が望ましいが、進捗においては共同で行う。指導教員は、学生が行
う研究計画書作成について、助言を与えることで研究方法の学習を
支援する。学生の希望や進捗に応じて研究課題やスケジュールを変
更することがある。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   . 大矢　暢久）

運動器系疾患、物理療法分野で、自らの研究テーマや研究の意義、
研究計画の立案から、文献検索などの情報収集の方法、統計学的分
析などを演習し、理学療法研究を実践する。演習を通じて、統計学
的分析により明らかにできることや限界、適切な統計分析の選択、
そして応用的な統計学的分析を実践できる能力を養い、学生が科学
的な思考能力を身につけられるように授業を進める。最終的には、
演習を通じて、研究計画書を作成し、研究手順を実践し、理学療法
研究を実践できることを目標とする。授業は基本的にゼミナール形
式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（    .加藤　剛平）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、自らの研究テーマや研究の
意義、研究計画の立案から、文献検索などの情報収集の方法、統計
学的分析などを演習し、理学療法研究を実践する。演習を通じて、
統計学的分析により明らかにできることや限界、適切な統計分析の
選択、そして応用的な統計学的分析を実践できる能力を養い、学生
が科学的な思考能力を身につけられるように授業を進める。最終的
には、演習を通じて、研究計画書を作成し、研究手順を実践し、理
学療法研究を実践できることを目標とする。授業は基本的にゼミ
ナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   .武井　圭一）

「理学療法研究基礎ゼミナールⅡ」で立案した研究計画に基づい
て、データ収集を実施する。適宜、得られたデータを記述統計を用
いて分析を開始し、結果の傾向を把握する方法を学ぶ。自身の研究
計画の問題点に対して可能な範囲で修正を加える。
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   . 富田　義人）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、自らの研究テーマや研究の
意義、研究計画の立案から、文献検索などの情報収集の方法、統計
学的分析などを演習し、理学療法研究を実践する。演習を通じて、
統計学的分析により明らかにできることや限界、適切な統計分析の
選択、そして応用的な統計学的分析を実践できる能力を養い、学生
が科学的な思考能力を身につけられるように授業を進める。最終的
には、演習を通じて、研究計画書を作成し、研究手順を実践し、理
学療法研究を実践できることを目標とする。授業は基本的にゼミ
ナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   .田中　直樹）

データ収集で使用する機材などに関して、データ収集可能かどうか
の予備研究を行い、データ収集が可能となれば、「理学療法研究基
礎ゼミナールⅡ」で立案した研究計画に基づき、データ収集を行
う。得られたデータは定期的に集計し、研究の進捗状況を適宜担当
ゼミ教員に報告する。研究の進捗状況によって、研究手法の変更や
追加の研究を行う。定期的（月1回程度）にゼミ内で報告会を開催
し、研究の進捗、得られているデータ、研究の見通しなどについて
発表する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（  .清宮　清美）

3年次までに決定した研究テーマに沿って、地域社会の現場で生き
た課題に触れ、実験・アンケート研究等を実施する。実験・アン
ケート結果から抽出した研究テーマに関連した事項について、地域
社会の資源等を活用して卒業研究につながる課題を決定する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（   .杉山　真理）

これまでに学習した演習・実習・学修から生じた疑問点や問題点に
対して結論を導き出すことを目標とする。様々な視点から考察し結
論を導き出すプロセスを学ぶ。研究デザインを作成し、調査研究を
行う。
ゼミ形式で行い、お互いに情報・意見の交換をしながら実施する。
主に車椅子シーティング、褥瘡予防・治療、障害者スポーツをテー
マとする。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」に引き続き、理学療法諸領域に
おける課題解決のための研究の実践、結果の考察、発表を行う。こ
れら一連の研究過程を経て、問題解決能力高めるための思考過程と
その手法を学ぶ。研究論文として簡潔にまとめ知識を身につけるこ
とを目標とする。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .田畑　稔）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」において実験・調査の実施によ
り得られた結果に検討を加えて考察する。研究で明らかとなったこ
とを明確にするために、得られた結果が妥当なものか、特に結果が
仮説と異なった場合には時間をかけて考察を加える。卒業研究発表
会は、指導教員の元で行った一連の研究・演習の活動やその過程を
発表報告し、その後できる限り論文（あるいは報告書）として文章
化しまとめる。なお、研究内容については、新規性を求めず、従来
の研究についての追試でもよい。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .灰田　信英 ）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」で収集したデータを解析し、考
察を加え、成果を卒業研究論文としてまとめることを目的とする。
研究データを収集・整理し得られた結果の考察を繰り返しながら客
観的に分析し、教員と共に論理的な研究論文に仕上げていく。卒業
論文の作成では、仮説の構築・研究の目的・実験方法・結果・考察
などを加え、研究論文として成果を公表する。公表した成果は、科
学的な論理性を有しているか否かを学生、教員、専門家などで検討
し、討議を経て検証する。

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .岩本　浩二）

主に運動器障害、スポーツ外傷・障害の課題に関して、課題解決の
ための研究の実践，結果の考察，論文作成、発表を行う。研究デザ
インは各自が自主的に提案することが望ましいが、進捗においては
共同で行う。指導教員は，論文作成や発表などについて助言を与え
ることで研究方法の学習を支援する。学生の希望や進捗に応じて研
究課題やスケジュールを変更することがある。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .大矢　暢久）

運動器系疾患、物理療法分野における課題解決のための研究の実
践、結果の考察、発表を行う。これら一連の研究過程を経て、問題
解決能力を高めるための思考過程とその手法を学ぶ。研究論文とし
て簡潔にまとめる知識を身につけることを目標とする。最終的に
は、ゼミナール内で論文発表を演習し、議論を通じて、論文の質を
高める。学生には当ゼミナールの経験を通して、卒業後も研究を実
践し、科学的な視点から問題解決にあたり、社会に貢献できる素養
を身につけることを期待する。授業は基本的にゼミナール形式で行
うが、内容に応じその形を適宜変更する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（    .加藤　剛平）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」に引き続き、理学療法諸領域に
おける課題解決のための研究の実践、結果の考察、発表を行う。こ
れら一連の研究過程を経て、問題解決能力高めるための思考過程と
その手法を学ぶ。研究論文として簡潔にまとめる知識を身につける
ことを目標とする。研究論文の演習においては、得られた研究成果
がどのような集団にどの程度波及させることができるのか、他の文
献と比較して妥当性はあるのか、そして限界はあるのかについての
考察を実践する。最終的には、ゼミナール内で論文発表を演習し、
議論を通じて、論文の質を高める。学生には当ゼミナールの経験を
通して、卒業後も研究を実践し、科学的な視点から問題解決にあた
り、社会に貢献できる素養を身につけることを期待する。授業は基
本的にゼミナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更す
る。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .武井　圭一）

確率統計を用いた分析を実施する。この際に、統計学的手法から得
られた結果の解釈について議論し、統計学についての理解を深め
る。また、自身の研究の理学療法学における意義について議論す
る。これらの課題を通して卒業研究を作成していく。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .富田　義人）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」に引き続き、理学療法諸領域に
おける課題解決のための研究の実践、結果の考察、発表を行う。こ
れら一連の研究過程を経て、問題解決能力を高めるための思考過程
とその手法を学ぶ。研究論文として簡潔にまとめる知識を身につけ
ることを目標とする。研究論文の演習においては、得られた研究成
果がどのような集団にどの程度波及させることができるのか、他の
文献と比較して妥当性はあるのか、そして限界はあるのかについて
の考察を実践する。最終的には、ゼミナール内で論文発表を演習
し、議論を通じて、論文の質を高める。学生には当ゼミナールの経
験を通して、卒業後も研究を実践し、科学的な視点から問題解決に
あたり、社会に貢献できる素養を身につけることを期待する。授業
は基本的にゼミナール形式で行うが、内容に応じその形を適宜変更
する。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .田中　直樹）

データの解析について、統計ソフトを用いて、統計検定の方法、統
計結果の判定方法を学習する。「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」
で得られた研究データを解析、分析し、得られた結果を整理する。
研究の発表に必要な学術論文の書き方、発表スライドの作り方を学
習し、整理した研究結果を基に卒業論文を作成し、卒業研究報告会
用の発表スライドを作成する。卒業研究報告会で得られた質疑やア
ドバイスを加味して卒業論文を修正し、完成させる。

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目
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別記様式第２号（その３の１）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　理学療法学科

科目
区分

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .清宮　清美）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」を踏まえて研究データを収集・
整理し、得られた結果の考察を繰り返しながら客観的に分析する。
研究背景・目的・実験方法などを見直し、レジュメと発表資料（パ
ワーポイント）を作成し、研究発表を行い、卒業研究を仕上げる。

理学療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（   .杉山　真理）

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」を踏まえて研究成果を卒業研究
論文に仕上げる作業を行う。本研究を実施し、研究データを収集・
整理し得られた結果の考察を繰り返しながら客観的に分析し教員と
共に論理的に研究論文を仕上げていく。中間発表会を開催し、研究
の進捗状況、修正箇所を確認しながら行っていく。
卒業研究の仕上げに向けて、研究背景・目的・実験方法などレジュ
メ・パワーポイントの作成と修正し、全体の研究発表を実施する。
主に車椅子シーティング、褥瘡予防・治療、障害者スポーツをテー
マとする。

総
合
科
目

総
合
科
目
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

基
礎
科
目

敬心における共生論 敬心学園の一員として、学園理念「他人を敬い、自らを律し、人々
の心をもっとも大切にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創造
する」を踏まえ、「共生社会」や「リハビリテーション」さらには
「QOL（Quality of life）の向上・獲得」について理解を深める。
敬心学園の理事長や大学の学長等、本学のリーダーから、「理念」
や「養成する人材像」について、直接学ぶ機会を設け、その真意に
ついて学ぶ。
共生社会における自らの役割について考える。

基
礎
科
目

心理学 心理学は、全ての専門職の基礎となるコア学問である。心理学で
は、専門職業人として心理学を学ぶ学生に対し、心理学とはどのよ
うな学問で、どのようなことが研究され、どのようなことが明らか
にされてきたのか、そしてそれが私たちの日常生活や職業生活にど
のように関係するのかについて学ぶ。また、心理学的知見を自己理
解や他者理解、障がいを持った患者の心理の理解や精神的健康の維
持・促進のために応用できることを目標とする。具体的には、授業
は、知覚心理学、学習心理学、認知心理学、動機づけ・感情心理
学、人格心理学、発達心理学分野における代表的な心理学実験など
を模擬的に体験することを通して学ぶ。

基
礎
科
目

社会学 この授業では、受講者が社会学の基礎的な理論や概念を学び理解す
るとともに、実社会におけるさまざまな現象や問題を考える視座を
獲得することを目標とする。テーマは、自己、人間関係、家族、ラ
イフコースといった身近に経験されるものを中心としつつ、その背
景にある現代の社会・政治問題や、参照軸としての歴史や海外の状
況まで幅広い視野を得られるような構成とする。受講者は、社会の
なかで「これが当たり前」とされていることを定式通りに考えるの
ではなく、それに疑問を感じ、新たな視点や切り口でその問題を考
え直し、社会学的な見方で考察できるようになることが求められ
る。講義を中心とするが、可能な限りグループワーク等も積極的に
取り入れる。

基
礎
科
目

実務英会話 近年、グローバル化の波が、福祉の分野にも押し寄せつつある。そ
うしたことから、英語コミュニケーション能力を高めるため、保健
医療福祉の様々な状況の場面を設定した教材を用いて学習をすすめ
る。それぞれのユニットの登場人物となり実際に演じることにより
将来実際に起こりうる場面でも活用されることを期待している。ま
た、ダイアログやエクササイズから保健医療に関する専門用語など
を覚え、関連表現を学び現場で役立つ英会話力を身につける。授業
はテーマと場面設定等を複数提示し、それに応じたペア、グループ
などを組み、英語でコミュニケーションをとりあうことを重ね、実
践に役立てられる英会話力を身につけることを目指す。また福祉英
語検定への挑戦の機会としたい。

基
礎
科
目

観光学 国を挙げて力を入れている観光・ツーリズムとはなにか、基本的な
ものを学ぶ。
移動・交流に係る観光を支える産業（旅行、宿泊、観光産業等）の
特性や事業の仕組みについて、及び、日本各地の観光振興事業等、
観光客を受け入れる地域の様々な取り組みなどについて学ぶ。
また、OTA（オンライントラベルエージェント）、インバウンド（訪
日外国人旅行）、民泊など、近年の動向についてもとりあげる。

基
礎
科
目

経営学 経営について初めて学ぶ学生が興味を持てるように、経営学の基礎
的な内容を、実務家教員がビジネスパーソンとして直面した経験・
事例の紹介を交え、実践的な授業を行う。
経営者・マネジメント層の役割について解説する。
ヒト・モノ・カネ・情報あるいは昨今注目されるデザインといった
側面から経営の基礎について分かり易く解説する。
理論的な解説を土台にしつつ、学生自らが主体的に調査し、議論す
るプロセスを重視する観点から、グループディスカッション及びプ
レゼンテーションの機会を設け、実践的な学びの場を提供する。

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

社
会

社
会

社
会

社
会

社
会

社
会
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

音楽文化論 音楽は趣味として楽しむだけでなく生活の中の様々な場面で活用さ
れており、保健医療の現場も例外ではない。生物と人類の歴史の中
で音楽はどのように生まれ、どのような社会的機能を果たしてきた
のか、様々な文化の中でどのように発展し、また変容してきたのか
を、民族音楽学・音楽人類学・音楽社会学の視点から、西洋音楽・
ポピュラー音楽・日本の音楽の歴史を通して見てゆく。最後に、保
健医療の現場での音楽の活用例について紹介する。

基
礎
科
目

法学 法律を初めて学ぶ学生でも興味が持てるように、日常の社会生活に
おける身近な事例を通して、法律の基礎知識や原則を分かりやすく
講義する。具体的には、毎回の授業において、人権侵害、契約トラ
ブル、犯罪行為、パワハラ・セクハラなどの事例を検討する。
その中で、憲法、民法、刑法、労働法の基礎を学習し、社会人とし
て必要とされる法律に対する基本的な素養を身につける。また、学
生の関心が高いと思われる医療・福祉現場での事故事例も取り上
げ、従事者の刑事・民事上の責任について正しく理解する。

基
礎
科
目

国際関係論 国際関係論は、政治、経済、環境分野の今日的な問題を取り上げ、
今日の国際社会が直面する諸問題についての問題意識、それら諸問
題の解決、あるいは国際社会における日本の位置付けなどに対する
関心を高め、国際的な視野・意識の醸成を図る科目である。
国際的な事象、問題は極めて身近なものであることを理解し、1つ1
つを考える機会を持つことが本科目の主眼である。日本の食料自給
率は40％を下回って久しい。このことは、私たちの食卓が他国の生
産現場と繋がっていることを意味する。なぜ、TPPが議論されるの
か、地球環境問題はなぜ起こったのか、私たちは将来に向けてどの
ように他の国々と協力していくのか、グローバル化した世界の中
で、私たちの前にある現実を、身近なトピックを取り上げながら検
討し、自立した個人として自ら考え、行動するための知識を醸成す
る。

基
礎
科
目

職業倫理 職業倫理とは、「特定の職業に要請される倫理、または職業人に求
められる倫理」のことをいう。職業人としての行動を律する基準・
規範のことであり、多くの職能団体が職業倫理を定め、明文化して
いる。医療福祉に係る限り、業務上、個人情報を得ることがあり、
業務上で個人情報を得ることができる仕事には、すべて守秘義務が
課せられている。仕事に従事する人一人ひとりが、職業倫理を持っ
て働いていくことが求められる。最新の事例なども題材にして、
「職業倫理」の涵養に努める。

基
礎
科
目

チームワーク概論 作業療法士は、保健医療の専門職として、その専門性を持ちなが
ら、対象者とその家族の生活支援のために多職種や多くの社会資源
とのつながりを活用していく視点も重要である。本科目では、講義
により、保健医療の現場で行われているチームとしての連携のあり
方を、今後に必要性が高まる保健医療連携を念頭に、医療の回復期
や介護保険関連施設での実践を中心に、多職種連携の基本的な考え
方を教授する。このことにより、リハビリテーション職として必要
な知識や態度を理解し、本学内での職種間の連携のための科目であ
る「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」につなげることや実践現場
での連携協働に向けた自らの課題解決能力を養うことを目標とす
る。

基
礎
科
目

リーダーシップ論 医療現場では多様な人材が、多様な考え方や背景をもとに業務に当
たっている。そういった組織でリーダーシップを発揮するために
は、従来のような統率型だけではなく、「チームと個人の成長を支
援するリーダーシップ」が求められる。そのためにリーダーシップ
の二大機能である集団維持機能と課題達成の二大機能を理解し、支
援型リーダーとして活躍できる考え方と手法を学ぶ。

組
織

組
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

社会人基礎力 職場をはじめ地域活動や日常生活に欠かせない要素の一つがコミュ
ニケーションである。近年、SNSの発達により利便性は高まったが
Face to Faceの心を添わせたコミュニケーションが不足しているの
は否めない。自発的なコミュニケーション能力を高めるには学生時
代から習慣化させることが望ましい。経済産業省が提唱した3つの能
力「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チームで働く力」を基軸に
12の能力要素を授業に取り入れ、即実践できる人材の養成を目指
す。またグループワークで協業し実行する「実践的な授業」を積極
的に取り入れる。セルフコントロールを基軸に平常心で相手の話を
聴き、心を添わせた「相手を慮るコミュニケーション」を理解し、
人間関係における意思疎通と信頼性の重要性を学ぶ。

基
礎
科
目

コミュニケーション論 社会人にとっての悩みの多くが対人関係の悩みといわれる。そして
多様性のある人材が集まる組織や職場の中では、これだけコミュニ
ケーションツールが発達していながらコミュニケーションの問題は
多くの人々を悩ましている。この科目では、友好的なコミュニケー
ションを阻む要因を手掛かりに、コミュニケーションの主要スキル
について体験的に学び、活用できるようにする。さらに様々な対人
関係の問題を効果的に解決する手がかりをつかんでいただくことを
ねらいとする。

基
礎
科
目

国際協力論 国際協力について、国連の動きを中心に国際的な動向を理解する。
日本政府の政府開発援助（ODA）、民間の国際協力や国際交流等の具
体的な事例を元に、国際協力における参加型開発等の手法について
解説する。さらに、「国際関係論」で教授した「地域に根ざした共
生社会づくり（CBID）」について、より専門的に取り扱う。世界各
国でのCBIDの展開事例を取り上げ、そのきっかけ、活動内容、活動
の成果など、国際的に共生社会の推進をするための考え方を学ぶ。

基
礎
科
目

スポーツボランティアⅠ ボランティアとはなにか、自分は何ができるか、何のためにするの
かを学ぶ。さまざまな領域で行われているボランティア活動を通じ
て、ボランティア活動の価値、意義、役割、実際の活動等について
理解を深める。さらに、スポーツ活動に対する支援活動（地域、高
齢者、障がい者等）に焦点をあて、その価値、意義、役割、実際の
活動について理解すると共に、専門職としての知識を生かし、障が
い者スポーツについて理解する。また、一人の人間として、将来の
医療・福祉専門職として、ボランティアに自分がどう関わるのかに
ついて考える機会とする。

基
礎
科
目

スポーツボランティアⅡ スポーツ関連団体（日本障がい者スポーツ協会等）と連携し、学生
がスポーツイベントの運営に関わる機会を設け、ボランティアとし
て参加する。スポーツイベントを「競技の場」として捉えるだけで
はなく、障がい者の「社会参加の場」と位置付け、ダイバーシティ
社会を実現するために何が必要かを体験的に学ぶ。イベント終了
後、振り返りのグループディスカッションを行い、様々な知見に触
れる中で実践力や応用力の醸成につなげる。また、障がいのある人
がスポーツやレクリエーションを安全に楽しむためには、既存の
ルールや用具をどのように工夫したらよいかを実技を通して学ぶ。

基
礎
科
目

地域ボランティア論 ボランティア活動の思想、全国の活動の実態、地域におけるその意
義や課題等について多角的に考察する。「ボランタリズム」理念の
理解、欧米と日本のボランティアに関する認識や活動実態の比較、
ボランティア活動の先進事例、ボランティア活動とNPO法人活動の相
違等を理解する。欧米のシチズンシップ教育やサービス・ラーニン
グについての理解も深める。日本のコミュニティ再興の柱の一つと
いわれるボランティア活動を、地域の中でどのように展開し根付か
せていくことができるか、ボランティアコーディネーターの資質と
はどのようなものか等を深く考察することで、将来、地域ボラン
ティアのリーダーになりうる人材の養成を目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

地域防災 わが国における防災行政、地域防災計画、市民活動による防災のま
ちづくり等、地域防災の理論と実践について学ぶ。前半では、日本
の災害の歴史、災害の地域特性、防災および災害支援行政の変遷に
ついて理解する。後半では防災のまちづくりとソーシャルワーク、
「防災福祉」概念、学校および福祉施設における防災活動、地域に
おける防災・減災ネットワークの構築等について学ぶ。地域防災に
取り組む先進自治体の事例や災害ボランティアの事例を多く学び、
防災ゲームの体験ワークショップ、地域特徴別の防災マップ比較検
討のグループワーク等を行うことで、受講生に地域防災のリーダー
としての資質や実践力を涵養することを目標とする。

基
礎
科
目

建築・まちづくり 建築及び都市計画・まちづくりについての基本的知識を修得する。
建築については、建築物の設計や建築計画の基本を学ぶとともに近
年の建築物において注目されている視点や事例について学ぶ。
都市計画・まちづくりについては、法制度に基づく都市計画の基本
を学ぶとともに、都市開発や都市基盤の整備の考え方や、地域レベ
ルのコミュニティ形成まちづくりのプロセス、その主体のあり方な
どについて学ぶ。また、福祉政策とまちづくりなど専門科目との関
係や、官民市民が連携した地域のマネジメントや公共空間の利活用
のあり方など、この分野で注目されている取り組みや事例について
学ぶ。

基
礎
科
目

統計学序論 医療・福祉へ携わる際に、確率や統計に関する基礎的知識は、臨床
や研究の分野で必要である。特に統計学を学ぶにあたり確率及び統
計について基礎的な知識の修得と技能の習熟を図り、事象を数学的
に考察し処理する能力を育てるとともに、数学的な見方や考え方を
認識できるように統計の見方、考え方、応用と具体的な計算方法を
学ぶ。なお、はじめて確率・統計を学ぶ者にとっては、統計学への
理解を深めるために必要な内容を学修する。

基
礎
科
目

統計学 本講義では、仮説をデータに基づいて統計的に検証したり、データ
解析の結果から、新たな事実を発見したりするときに役立つ統計的
手法を身につける。講義はデータの整理の仕方、平均、分散等を求
める記述統計学より始め、確率、母集団、標本抽出、確率分布を学
び、探索データ解析を行い、最終的に推定、検定といった推測統計
学を解説、演習する。演習は統計ソフトRコマンダーを使用し、結果
の解釈や使用法の注意点を理解できるようにする。本講義は作業療
法研究の基礎となる科目である。

基
礎
科
目

生物学 生物学では、個々の生物のあらゆる構造（造り）や性質について、
その特性や機構を分子レベルに至るまで学修する。さらに生命の起
源、生物の多様化、ヒトの起源と進化を学び、次に、生物の集団、
動物の社会、生態系のエネルギーの流れを学び、生物と環境とのか
かわりを学修する。最後に、地球環境とヒトとの共存を理解すべ
く、人間活動による環境への影響を学修する。

基
礎
科
目

物理学 物理学は自然科学の中心的分野であり、多くの科学・技術を理解し
利用する上で有用な学問である。 今回は物理学の諸領域の中でも最
初期に数理化に成功した古典力学の領域を中心に講義を展開する。
古典力学は日常感覚に近い領域であり、比較的簡単な実験によって
様々の原理を確認することができ、入学以前に物理学に接したこと
がなかった学生も、無理なく履修できる。授業は自然科学を題材と
したディベートや演示実験を実施する予定であり、アクティブな授
業とし、既にある程度 物理学を理解している学生にも十分な内容で
ある。

基
礎
科
目

情報リテラシー コンピュータとインターネットは20世紀終盤から今世紀にかけて急
速に普及し、生活とビジネスの仕組みを大きく変えた。今後の情報
系科目の基盤として、コンピュータとインターネットの基本的な仕
組みと効果的な使い方、セキュリティの課題と対策を中心に学ぶ。
情報分野の基礎概念と各種用語の正確な理解、情報システムの基本
的な構成と利用、アルゴリズムの基礎概念、機械学修・認識技術の
基本について学ぶ。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

基
礎
科
目

ICT概論 ICTを代表するものとしてクラウドサービスとIoT（Internet of
Things）に焦点を当て、AIとともに、その特徴と今後の動向を身近
な適応事例としてのスマホアプリや音声認識サービスの体験を通し
て学ぶ。
次に、ICTの進化による医療福祉分野における今後の活用見込みにつ
いて、省力化とQOLの向上の観点から、同分野におけるこれら技術の
適応事例における考察結果も踏まえて学ぶ。

基
礎
科
目

健康科学 運動不足、飽食、不規則な生活習慣を送る者が多い現代人の生活様
式では、生活習慣病のリスクが大きくなっている。健康作りの３要
素である運動、栄養、休養を中心に講義し、対象者や自分自身の健
康を維持、増進するために健康に関わる基本的な知識を修得するこ
とを目的とする。

基
礎
科
目

食と健康 この科目は、食生活の観点から「健康」について考え実践していく
ことを目的とする。
氾濫する様々な情報から適切な知識を選択し、活用していくスキル
を習得することでバランスの良い食生活を実践し、健康を維持・増
進していく力を養う。
また、食事の在り方や留意点などの基礎知識・技術を身につけ、自
ら献立を考え調理できる能力を習得する。

基
礎
科
目

化学 化学は物質の構造や性質さらにそれらの相互の反応を研究する学問
であり、様々な有用な物質に関わり、興味深い理論体系を持ち、
我々の体内で起こる様々な現象を説明するツールである。今回は化
学の諸領域の中から、基礎となる理論化学と無機化学を中心に講義
を展開する。化学では、個々のバラバラに見える性質が、実はある
種の関連を持っているということを認識することが大切であり、物
質たちの相互の関係をいかに少ない原理で統一的に理解するかとい
うところである。授業は自然科学を題材としたディベートなど、単
純な座学とはしない。

職
業
専
門
科
目

解剖学Ⅰ ヒトの体は、その骨組みである骨と体を動かす骨格筋などからなる
運動器系、体内にある諸器官の内臓器系、および身体の統合・統制
を行う神経系で構成されている。この人体の構成と構造を学ぶのが
解剖学である。解剖学はこの後に学ぶ運動学をはじめとするリハビ
リテーション専門科目の入り口となる重要な学問と位置付けられて
いる。解剖学Ⅰでは骨、靭帯、関節および骨格筋から成る運動器系
の構造を学修する。講義ではスライドや解剖学カラーリングテキス
トを用いて運動器の構造を修得していく。また、運動器の成り立ち
と機能を理解するために、顕微解剖学で骨組織および筋組織構造の
特徴を、それを構成する細胞のレベルまで学ぶ。

職
業
専
門
科
目

解剖学Ⅱ 解剖学Ⅱでは、神経系、内臓器系および人体の発生を学修する。内
臓器系ではさらに感覚器系、消化器系、呼吸器系、循環器系、内分
泌系、泌尿器系および生殖器系に分けてそれぞれの機能と関連付け
て学んでいく。講義では総論的な内容に絞りこんだ系統解剖学をス
ライドやカラーリングテキストを多用して理解の深度を深めてい
く。また、器官の成り立ちと機能を理解するために、顕微解剖学で
それぞれの器官の組織構築とそれを構成する細胞のレベルまで学
ぶ。

職
業
専
門
科
目

解剖学実習 肉眼解剖学の実習を少人数グループ編成で行う。リハビリテーショ
ンを学修する上で特に重要な骨、軟骨、関節および靭帯の構造およ
び骨と骨格筋の関係性に主眼を置いて、模型標本の詳細な観察とス
ケッチによる実習を行う。人体を構成するさまざまな骨の形状や骨
同士の繋がりなどを立体的に把握し、さらにそこに現れる筋の起
始・停止部位の形状を細密にスケッチする。併せて、難解な作りの
神経系、特に中枢神経系についても同様の実習を行う。教員から学
生への一方的な指導ではなく、学生が自主性を持って学習し、 質
疑・討議を繰り返すことで高度な解剖学知識の涵養に努める。

科
学

科
学

科
学

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び
心

身
の
発
達

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び
心

身
の
発
達

科
学

5



授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

機能解剖学 本科目では、解剖学的な観点から「心身機能」を学ぶ内容のうち、
作業療法の実践に必要なこととして、人体の動きを理解するために
運動学的な視点から、関節の構造と関節の運動、筋の走行と関節の
動き等を実習体験を通じて学ぶ。
学修方法としては、学生同士による触診等の手法により、人間の動
作の理解につながるよう、解剖学的な位置の確認や人体の動きによ
る変化等を理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

生理学Ⅰ 本科目では、生理学としての人間の細胞から個体に至る正常な働き
や生命現象の基本的な機能のうち、「動物系生理学」として、人体
の運動に関連する「筋細胞・神経細胞」のマクロから、「神経系の
機能」「筋張力・収縮」「運動・反射」「随意運動・不随意運動」
等といった内容を中心として講義により学ぶ。
本科目の内容は、ICFの「心身機能」の理解を主な目的とするが、解
剖学で学んだ「身体構造」を基盤として、2年次の「生理学実習」に
よる体験実習等で「身体構造・心身機能」として広義に理解するこ
とを目標とする。

職
業
専
門
科
目

生理学Ⅱ 本科目では、生理学としての人間の細胞から個体に至る正常な働き
や生命現象の基本的な機能のうち、「植物系生理学」として、生命
を維持調節する機能である「呼吸・循環」「代謝」「消化」「排
泄」等といった内容を中心に講義により学ぶ。
本科目の内容は、ICFの「心身機能」の理解を主な目的とするが、解
剖学で学んだ「身体構造」を基盤として、「生理学実習」による体
験実習等で「身体構造・心身機能」として広義に理解することを目
標とする。

職
業
専
門
科
目

生理学実習 本科目では、「生理学Ⅰ」「生理学Ⅱ」で学習した知識を基盤とし
て、実際の生理学的な機能について実際に取得できるデータを中心
として、「心身機能」を実験的・体験的に実習を通じて学ぶ。
本科目では、グループにより実験を実施し、その結果を検討し、レ
ポートとしてまとめる。また、実験項目は、可能な限り、作業療法
の実践と関連してつながる内容とする。

職
業
専
門
科
目

運動学Ⅰ 本科目では、人間の運動（動き）を理解する上で必要なトルクや速
度、また重力や時間的な変位などの基本的な知識を中心として、講
義により学ぶ。
本科目の内容は、力学的な基盤とともに、運動生理学につながるよ
うな基礎代謝、呼吸・循環、疲労等を含み、人間が運動する（動
く）ということを解剖学・生理学等の知識を統合しながら、理解す
ることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

運動学Ⅱ 本科目では、「運動学Ⅰ」の基本的な知識を基盤として、人間の運
動（動き）を理解する上で必要な時間的な連続という概念から関節
運動を統合した観点から運動について講義により学ぶ。
本科目の内容は、静止姿勢や姿勢の連続した変換という視点での運
動に至るイメージを、座位・立位といった姿勢の維持調節、寝返
り・立ち上がり・歩行といった連続した姿勢変換の結果の運動（動
作）等について、人間が運動する（動く）ということを解剖学・生
理学等の知識を統合しながら、理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

運動学実習 本科目では、解剖学や生理学を基盤としながら学んだ運動学の講義
の知識を基盤として、「運動」がどのようにして起こるのか、どの
ように調節しているのか、どのように理解すべきか等の観点から、
「運動（動き・動作）」について学生同士の体験実習等により学
ぶ。
本科目の内容は、運動生理学の講義内容の体験実習に加えて、動作
分析・解析を「歩行分析」等を題材として、動画再生による視覚的
な分析のほか、動作解析機器や反力計等の機器計測によるデータ抽
出を検討し、レポート等にまとめることを通じて、「運動（動き・
動作）」について理解することを目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

運動生理学 本科目では、「生理学Ⅰ」「生理学Ⅱ」で学習した知識と「生理学
実習」による実験的な体験による理解を基盤として、作業療法の実
践に結び付くような人間が運動する（動く）ことによる生理学的な
機能に着目した内容を講義により学ぶ。
本科目の内容は、運動に着目した観点から、「運動と呼吸機能」
「運動と循環機能」「運動と筋疲労」「運動と栄養（消化と吸収含
む）」「運動と代謝」「運動と消化・排泄」等のテーマを設定し
て、理解を深めることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

人間発達学 本科目では、発育・成長・発達（狭義）を新生児期から終末期まで
を発達（広義）に捉えて、運動発達と精神心理的な発達を中心とし
て、講義を通じて学ぶ。特に、成人から老年期、終末期では、さま
ざまな退化や退行による課題も一連の流れとして捉えることやライ
フサイクルという観点からの対人関係やコミュニケーション、また
成人期以降の退化・退行などについての「ひと」としての一生涯と
いう全体的な観点で理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

病理学 本科目では、疾患の成り立ちやメカニズムについて、組織学的な理
論を基盤に「正常な状態」から逸脱した状態という「病気」の原因
についての基本的な考えを、講義により学ぶ。
内容としては、解剖学や生理学の基本的知識を踏まえながら、プレ
パラートなどの病理標本等を観察することで、病気（疾患・疾病）
等の原因とその治療に対する考え方を、発展的に理解することを目
標とする。

職
業
専
門
科
目

臨床心理学 臨床心理学は心理学の一研究分野であるとともに、専門職業人とし
て臨床実践する際の基礎（コア）となる学問でもある。患者のニー
ズを的確に把握し、患者から信頼されるためには、臨床心理学の知
識とスキルは必要不可欠である。具体的には、全ての医療にとって
必須の対人援助技法としての傾聴技法や共感技法などのカウンセリ
ング技法から各種心理療法に関連した応用的援助技法などを学ぶ。

職
業
専
門
科
目

精神医学 本科目では、診断学と治療学を基本とした総論と器質性・気分障害
等の疾患疾病による病理や治療法に当たる各論を中心として、精神
心理的な疾患疾病（認知症を含む）について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断のための各種検査とその結果の考え方（CTなど
の読影を含む）、治療学としての行動療法やその他の治療方法とと
もに、精神心理的な病因から表出する行動に対して、作業療法の治
療的理論の適応について応用的に理解することを目標とする。

職
業
専
門
科
目

整形外科学 本科目では、整形外科領域における外傷学等の総論と各身体部位等
による各論により、作業療法の対象となりやすい骨折や筋・腱損
傷、脊髄損傷等の神経障害、骨軟部腫瘍とともに切断などの診断と
治療の各論について、また、ロコモティヴシンドロームなどと健康
寿命の延伸との関係についても講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査結果の考え方（X線、CTやMRI
等の読影を含む）や観血的治療などの治療方法、その他の保存的治
療法について、理解する。
なお、がんによる骨転移等についても、本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

神経内科学 本科目では、神経内科領域における疾患疾病の発現機序等による診
断（検査を含む）等の総論と脳血管疾患、神経・筋疾患、変性疾患
（認知症を含む）等の診断と治療の各論について、また、神経内科
領域における疾患疾病の在宅医療についても講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査結果の考え方（CTやMRI等の読
影を含む）や投薬等の治療方法について理解する。
なお、脳血管疾患や頭部外傷等に起因する高次脳機能障害や認知症
に伴う認知機能障害についても、本科目で取り扱う。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

小児科学 本科目では、小児科が対象とする0歳から16歳までを中心とした年齢
期に発症等による疾患疾病の発現機序等の診断（検査含む）等の総
論と感染、代謝、神経・筋等の疾患疾病の診断と治療の各論につい
て、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査の結果の考え方（X線、CTや
MRI、その他の発達学的諸検査を含む）や投薬等の治療方法について
理解する。
なお、新生児期に関連する周産期や胎児期からの染色体異常等、ま
た年齢に因らず治療を必要とする場合の青年期や成人期等の対象に
ついても、可能な限り本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

内科学 本科目は、内科領域における疾患疾病の発現機序等による診断（検
査を含む）等の総論と呼吸器・循環器・消化器・代謝・感染症等の
診断と治療の各論について、また、在宅での医療・介護を含め講義
を通じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査の結果とその考え方（血清・
生化、X線、CT・MRI等を含む）や投薬等の治療方法について理解す
る。
特に、糖尿病、高血圧等の生活習慣病等、その危険因子等の理解に
ついても、健康寿命の延伸との関係を含め、本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

老年医学 本科目では、老年医学が対象とする加齢に伴う機能的変化を主変と
する疾患疾病の発現機序等による診断（検査を含む）等の総論と内
科疾患を中心とするほか、認知症を含めた診断と治療の各論につい
て、またフレイルなど健康寿命の延伸の阻害要因なども、講義を通
じて学ぶ。
内容としては、診断学のうち各種検査の結果とその考え方（認知機
能評価、CTやMRI等を含む）や投薬等の治療方法について理解する。
なお、がんに限らず、終末期や緩和ケアの考え方や見取り、健康寿
命の延伸についても本科目で取り扱う。

職
業
専
門
科
目

救急救命の基礎 本科目では、救急救命の基本的な理論と実際について、一般的に身
につけるべき対応を、実技（実習）を通じて学ぶ。
内容としては、ABCDEアプローチ、気道の確保、人工呼吸、心臓マッ
サージ、AEDの取扱い等のほか、外傷の応急手当（止血法）、傷病者
の管理（安全確保）や搬送法等を体験することで、救急救命の必要
性の理解と基本的な行動について体験する。

職
業
専
門
科
目

薬理学 本科目では、治療の1つである薬物療法について、生体に対してどの
ような影響を与えるのかという効果の機序等の基本的な考え方を、
講義を通じて学ぶ。
内容としては、炎症、免疫や代謝等の病因別、呼吸器・循環器と
いった臓器別、腫瘍等の疾患疾病等に対する効果の機序とともに有
害事象についても理解する。
なお、本科目では、最近のトピックスや過去の薬剤訴訟等について
も、できる限り取り扱う。

職
業
専
門
科
目

栄養学 人の生命の維持や日常生活活動をするために栄養素を摂取し生体内
で代謝としてエネルギーを取る。食事療法や栄養学を学ぶことは、
療法士が管理する多くの健康状態の重要な要素のひとつである。そ
の過程を学習し、リハビリテーションに関わる質の高い治療を実践
するために学ぶことが必要である。積極的に障がい者や高齢者の栄
養状態・栄養素摂取の方法や維持を理解することで、身体機能・日
常生活活動・社会参加、QOLを最大限高め、質の高い栄養素を論理的
に学習する。また、疾患の予防や治療に必要となる回復力や機能維
持のための専門的な知識と実践力を身につける。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

リハビリテーション医学 本科目では、医学的・心理的・社会的・職業的リハビリテーション
のうち、「医学的リハビリテーション」を中心として、疾患疾病・
外傷等に伴うさまざまな障害に対して、その障害の発現機序等によ
る診断（検査を含む）等の総論と対象とする疾患疾病・外傷等によ
る障害の診断と治療の各論について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、診断に必要な各種検査（X線、CTやMRIの読影を含
む）や治療方法としての作業療法・理学療法・言語聴覚療法等に対
する指示内容、特に適応と禁忌のうち運動負荷の程度や運動・動作
上の禁忌（運動方向の禁止等）等について、理解する。

職
業
専
門
科
目

リハビリテーション概論 本科目では、リハビリテーションを学ぶ上で必要なノーマライゼー
ションやIL（Independent living：自立生活）の考え方、また欧米
と日本のリハビリテーションの考え方の相違などを学ぶ。
　また、関連するさまざまな職種が、どのような定義に基づいて、
どのようなことをしてるのか、またどのような場所（施設等）で働
いているのか等について知ることで、自職種の専門性と多職種の専
門性について理解する。

職
業
専
門
科
目

公衆衛生学 本科目では、地域保健、環境保健、産業保健や学校保健、母子保健
等の幅広い領域を持つ公衆衛生のうち、疾病予防、生命の延長、心
身の健康の維持・向上を図る方法等について、講義を通じて学ぶ。
内容としては、生活習慣改善等の健康増進、検診を受診すること等
による早期発見・早期治療、社会生活維持のための社会復帰等を含
めた健康寿命の延伸に関わる様々な課題とその解決について理解す
る。

職
業
専
門
科
目

地域福祉論 地域福祉の基本的な考え方、歴史、地域福祉を推進する様々な組織
や団体について理解する。前半は古代から現代までの、地域福祉の
歴史的発展について学ぶ。わが国の現在の地域福祉の様相と課題
を、政治・経済・文化の歴史的展開という視点から理解する力を身
につける。後半は、在宅福祉サービスの発展と課題、社会福祉協議
会の機能、NPO法人の実践と課題といった地域福祉を推進する様々な
機関や人材について学ぶ。これらを通じて、コミュニティワークか
らコミュニティ・ソーシャルワークへの変遷と現代の地域福祉の課
題について考察する。また受講生の地域福祉への関心を深めるた
め、地域課題別のNPO法人立ち上げのワークショップも行う。

職
業
専
門
科
目

地域共生のための連携活動
Ⅰ

2025年の地域包括ケアシステム構築のために、各自治体は、様々な
取り組みを試行している。その人が住み慣れた地域でその人らしい
生活を送るといった、保健医療福祉等の生活支援にかかわる諸サー
ビス・諸活動を一体的かつ有機的・効果的に展開していくために
は、当事者である本人とその家族を中心として関連する専門職間の
連携・協働と地域住民のネットワーキングが不可欠なものとなる。
この講義では特に、本人とその家族が生活するための地域社会にお
ける専門職の役割、地域住民の主体的参加、関連専門職の連携・協
働と地域住民との相互的関係づくりを通して、いかにしたら地域共
生の実現に向けての礎ができていくのか、多面的かつ具体的・実践
的に学ぶことを目標とする。

（オムニバス方式／全15回）

（ ①  柳澤　孝主／9回）

地域共生の連携活動における各種制度を担当

（     齋藤　久恵／6回）

各種制度を学修した上で、リハビリテーション職・作業療法士とし
ての事例を担当。

オムニバス方式
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

地域共生のための連携活動
Ⅱ

地域共生社会の創造や地域包括ケアシステムの構築に当たっては、
それぞれの地域の特性に応じた職種間の連携・協働、また、対象者
とその家族とのつながりが重要である。
この科目では「チームワーク概論」、「地域共生のための連携活動
Ⅰ」で修得した知識を基盤として、学科を横断した小グループでイ
ンタビューなどのフィールドワークにより周辺地域での現状やニー
ズの把握や抽出の方法等について学ぶ。
グループワークの結果については、発表のためのプレゼンテーショ
ンを行うために内容を整理すると共に、他の症例や事例を共有する
ことで広く実践に資する関連職種との連携や協働、対象者とその家
族とのつながりをもつ能力を養う。

共同

職
業
専
門
科
目

作業療法学概論 作業療法における「作業」を多角的に捉えることができるように、
作業療法の歴史や職業倫理、現在の作業療法を取り巻く社会状況の
ほか、作業療法の基本的な理論・考え方や一連の実践過程（流れ）
について、講義を通じて学ぶ。特に、作業療法にとって重要な「作
業分析」の理論・考え方を通して、「作業」の意味づけや作業療法
として治療・アプローチにつながることや作業療法士としての資質
向上等について理解する。

職
業
専
門
科
目

作業療法学各論 作業療法に必要な作業の体系や治療・アプローチに用いる基本的な
理論とその体系について、講義を通じて学び、一部は演習形式を通
じて体験し、主体的に課題解決ができることを目標とする。
特に、「生活行為向上マネジメント」については、作業療法の理論
的実践として取り扱う。

職
業
専
門
科
目

基礎作業学演習Ⅰ 「作業療法学概論」で修得した基本的な理論や考え方を基盤とし
て、演習形式によりいくつかの「作業活動」を通じて、「作業」の
体験及び「作業分析」による作業の意味づけを理解できることを目
標とする。
本科目では、主に1人1人の作業のかかわりやその影響や集団の特性
やその作業療法としての活用についての課題を取り上げる。

職
業
専
門
科
目

基礎作業学演習Ⅱ 「作業療法学概論」を基盤として、いくつかの「作業活動」を通じ
て、「作業」の体験及び「作業分析」による作業の意味づけについ
て、演習を通じて、理解できることを目標とする。
本科目については、主に集団やその中の個々人の作業のかかわりや
その影響についての課題を取り上げる。

職
業
専
門
科
目

作業療法管理学Ⅰ 作業療法が展開される場面で、どのように作業が用いられているの
かについて、講義を通じて学ぶ。また、前期で体験する「体験実習
Ⅰ」の準備や振り返りを通じて、実際の作業療法場面で作業がどの
ように活用されているのかについて、発表等の演習形式を通じて他
学生の経験を共有し、自身の体験と合わせて作業療法としての問題
解決につなげることができることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

作業療法管理学Ⅱ 本科目では、作業療法士としての質を高めるために、職業的な倫理
観を培い、国家資格取得後も生涯学習に努めるといった自己研鑚の
必要性を理解し、将来的なスキルアップとともに、作業療法士とし
ての基本的な姿勢を身につける。
また、職場組織の一員として勤務することから、将来的に職場の管
理者となって組織を運営する段階に必要な組織マネジメントについ
て、よりよい職場として運営するための基本的な考え方を理解す
る。
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療
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

作業療法評価学概論 作業療法の流れの中で重要な位置づけである「評価」について、
「作業」の活用の観点から、評価方法だけではなく、作業療法治療
学に結び付けられるよう、講義を通じて一連の流れを学び、演習形
式により作業療法の流れとしてどのように作業療法による治療・ア
プローチを考えるかについて主体的に解決できることを目標とす
る。
また、作業療法の評価は最終的に統合することで、「その人」その
ものの評価として、心身機能・身体構造の評価に偏ることなく、活
動や参加、環境因子や個人因子の重要性についても理解できること
を目標とする。

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法評価学 作業療法の流れのうち、身体機能に関する評価内容について、講義
を通じて基本的理論を学び、演習形式を通じて実技的な手技を経験
することで理論と実技の統合を図ることを目標とする。
なお、「作業療法評価学概論」の講義の内容を踏まえて、基本的な
理論・考え方から具体的な実技的な手技を実施する一連のアセスメ
ントを理解できることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

精神機能作業療法評価学 作業療法の流れのうち、精神的心理的な機能に関する評価内容につ
いて、講義を通じて基本的理論を学び、演習形式を通じて実技的な
手技を経験することで理論と実技の統合を図ることを目標とする。
なお、「作業療法評価学概論」の講義内容を踏まえて、基本的な理
論・考え方から具体的な実技的な手技を実施する一連のアセスメン
トを理解できることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

発達障害作業療法評価学 作業療法の流れのうち、新生児期からの運動・精神等の発達段階に
応じた機能に関する評価内容について、講義を通じて基本的理論を
学び、演習形式を通じて実技的な手技を経験することで理論と実技
の統合を図ることを目標とする。
なお、「作業療法評価学概論」の講義の内容を踏まえて、基本的な
理論・考え方から具体的な実技的な手技を実施する一連のアセスメ
ントを理解できることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

高齢期作業療法評価学 作業療法の流れのうち、さまざまな認知機能に関する評価内容につ
いて、講義を通じて基本的理論を学び、演習形式を通じて実技的な
手技を経験することで理論と実技の統合を図ることを目標とする。
なお、「作業療法評価学概論」の講義の内容を踏まえて、基本的な
理論・考え方から具体的な実技的な手技を実施する一連のアセスメ
ントを理解できることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

高次脳機能作業療法評価学 作業療法の流れのうち、脳血管疾患や外傷等を原因とするさまざま
な高次脳機能に関する評価内容について、講義を通じて基本的理論
を学び、演習形式を通じて実技的な手技を経験することで理論と実
技の統合を図ることを目標とする。
なお、「作業療法評価学概論」の講義の内容を踏まえて、基本的な
理論・考え方から具体的な実技的な手技を実施する一連のアセスメ
ントを理解できることを目標とする。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動作業療法評価
学

日常生活活動としての基本動作と活動に関する評価について、講義
を通じて基本的理論を学び、演習形式を通じて実技的手技を経験す
ることで理論と実技の統合を図ることを目標とする。
また、日常生活活動等を支援するための福祉用具、義肢装具、住宅
改修等に関する評価の基本的事項についても講義を通じて学び、理
解することを目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法治療学Ⅰ 作業療法の対象のうち、主として中枢神経系の疾患及び頭部外傷等
による否定的側面・肯定的側面に対する作業療法の治療・アプロー
チの計画立案とその実施の過程について、講義を通じて基本的な理
論や考え方を学び、演習形式によりその内容を経験することで理解
を深めることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、「在宅医療の推進」の視点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法治療学実
習Ⅰ

「身体機能作業療法治療学Ⅰ」の内容を踏まえて、作業療法の流れ
に沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて
計画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法治療学Ⅱ 作業療法の対象のうち、主として運動器の疾患及び外傷等による肯
定的側面・否定的側面等に対する作業療法の治療・アプローチの計
画立案とその実施の過程について、講義を通じて基本的な理論・考
え方を学び、演習形式によりその内容を経験することで理解を深め
ることができることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、「在宅医療の推進」などの視点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法治療学実
習Ⅱ

「身体機能作業療法治療学Ⅱ」の内容を踏まえて、作業療法の流れ
に沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて
計画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法治療学Ⅲ 作業療法の対象のうち、主として内部疾患（循環器・呼吸器など）
及びその他の疾患・疾病・外傷等による肯定的側面・否定的側面等
に対する作業療法の治療・アプローチの計画立案とその実施の過程
について、講義を通じて基本的な理論・考え方を学び、演習形式に
よりその内容を経験することで理解を深めることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、「在宅医療の推進」の視点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

身体機能作業療法治療学実
習Ⅲ

「身体機能作業療法治療学Ⅲ」の内容を踏まえて、作業療法の流れ
に沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて
計画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

精神機能作業療法治療学 作業療法の対象のうち、主として精神神経科の疾患（器質的・双極
性障害、その他）等による肯定的側面・否定的側面等に対する作業
療法の治療・アプローチの計画立案とその実施の過程について、講
義を通じて基本的な理論・考え方を学び、演習形式によりその内容
を経験することで理解を深めることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観点
を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

精神機能作業療法治療学実
習

「精神機能作業療法治療学」の内容を踏まえて、作業療法の流れに
沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて計
画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。

共同

職
業
専
門
科
目

発達障害作業療法治療学 作業療法の対象のうち、主として胎児期・出生及び新生児期から児
童・少年・青年期等の時期の疾患、外傷等による肯定的側面・否定
的側面等に対する作業療法の治療・アプローチの計画立案とその実
施の過程について、講義を通じて基本的な理論・考え方を学び、演
習形式によりその内容を経験することで理解を深めることを目標と
する。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、「在宅医療の推進」の視点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

発達障害作業療法治療学実
習

「発達障害作業療法治療学」の内容を踏まえて、作業療法の流れに
沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて計
画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。

職
業
専
門
科
目

高齢期作業療法治療学 作業療法の対象のうち、主として高齢期の疾患及び認知症等による
肯定的側面・否定的側面等に対する作業療法の治療・アプローチの
計画立案とその実施の過程について、講義を通じて基本的な理論・
考え方を学び、演習形式によりその内容を経験することで理解を深
めることができることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、さらに「健康寿命の延伸」の視点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

高齢期作業療法治療学実習 「高齢期作業療法治療学」の内容を踏まえて、作業療法の流れに
沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて計
画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

高次脳機能作業療法治療学 作業療法の対象のうち、主として脳血管疾患及び頭部外傷、先天
性・変性疾患等による高次脳機能等による肯定的側面・否定的側面
等に対する作業療法の治療・アプローチの計画立案とその実施の過
程について、講義を通じて基本的な理論・考え方を学び、演習形式
によりその内容を経験することで理解を深めることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観点
を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

高次脳機能作業療法治療学
実習

「高次脳機能作業療法治療学」の内容を踏まえて作業療法の流れに
沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて計
画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動作業療法治療
学

作業療法の対象のうち、日常生活活動としての基本動作や活動と参
加に関する内容（職業関連活動を含む）等による肯定的側面・否定
的側面等に対する作業療法の治療・アプローチの計画立案とその実
施の過程について、講義を通じて基本的な理論・考え方を学び、演
習形式によりその内容を経験することで理解を深めることを目標と
する。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、「在宅医療の推進」の視点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動作業療法治療
学実習

「日常生活活動作業療法治療学」の内容を踏まえて、作業療法の流
れに沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じ
て計画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動支援治療学 作業療法のうち、日常生活活動・日常生活関連活動、社会参加等を
支援するための福祉用具・義肢装具・住宅改修・その他の環境調整
等に関する内容等による肯定的側面・否定的側面等に対する作業療
法の治療・アプローチの計画立案とその実施の過程について、講義
を通じて基本的な理論・考え方を学び、演習形式によりその内容を
経験することで理解を深めることができることを目標とする。
なお、作業療法の治療・アプローチの計画立案に当たっては、心身
機能・身体構造に偏重することなく、活動・参加や環境因子や個人
因子といったICFによる考え方や急性期・回復期・生活期などの継時
的な変化、病院・施設・自宅等といった生活の場などの多角的観
点、さらに「健康寿命の延伸」及び「在宅医療・介護の推進」の視
点を含む内容とする。

職
業
専
門
科
目

日常生活活動支援治療学実
習

「日常生活活動支援治療学」の内容を踏まえて、作業療法の流れに
沿った作業療法計画までの一連の内容を、模擬事例などを通じて計
画を立案し、その内容を実習体験する。
また、その実習体験内容を発表、フィードバックをすることで次の
総合実習につなげる。
なお、他者の発表内容から、幅広く作業療法の流れを理解し、その
理解内容を活用して、問題解決していく能力を向上させていくこと
を目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

我が国は、医学の発達、生活水準の向上に伴って、世界トップクラ
スの平均寿命の国となった。一方、健康寿命との乖離が大きいこと
が社会問題として指摘され、健康寿命の延伸により「寿命と健康寿
命の差を限りなく縮める」ことが国家的な目標である。このために
は、健康増進、介護予防のための様々な活動を生活の全ての場面で
取り入れることが必要である。そして、作業療法士の有する知識、
技能やその役割は、障がいを有する人の社会復帰に留まることな
く、その原因となる疾患を予防し、多くの人が健康である社会を構
築することにも役立てるべきである。また、健康とは単に医学的視
点のみで考えるのではなく、世界保健機関の健康の定義に謳ってい
るように、身体的、精神的、社会的など人間を取り巻くあらゆる方
向から考えることであり、作業療法士がどのような役割を担えるか
を考える必要がある。
　この科目では、これまでに学修してきた知識や技能を基盤にし
て、多角的に健康について考え、健康寿命の延伸のために広く活躍
できる能力を身に付けることを目指す。

オムニバス方式

（オムニバス方式／全15回）

（     星　克司／5回）
第1回　オリエンテーション　健康の概念と健康寿命延伸のための課
題
第5回　自治体・事業所における健康寿命延伸のための課題と対応
（健康経営など）
第13～14回　地域における社会資源の活用と健康寿命の延伸への対
応
第15回　まとめ

（     秋元　美穂／3回）
第6～8回　高齢期における健康寿命延伸のための課題と対応（認知
症、フレイル、骨折転倒など）

（     井口　佳晴／2回）
第11～12回　活動と参加に焦点を当てた健康寿命延伸のための課題
と対応

（ ㉑  小野寺　哲夫／2回）
第9～10回　こころの健康と健康寿命延伸のための課題と対応

（ ㉖ 佐久間　肇／3回）
第2回　公衆衛生学的視点からの健康寿命延伸のための課題
第3～4回　疾病予防と健康の維持・増進のための課題と対応（生活
習慣病、脳血管疾患など）

健康寿命の延伸

作
業
療
法
治
療
学

職
業
専
門
科
目
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

超高齢社会の中で、住んでいる地域社会において、医療、福祉サー
ビスを受けられる体制の整備が重要であり、その中心となるのが地
域包括ケアシステムの導入である。ここでは、本人や家族の選択の
上で、介護予防、介護支援、医療や看護、リハビリテーションなど
の要素を組み合わせて、地域社会における多角的な支援を目指して
いる。作業療法士は、このシステムの中で、全ての要素に関わりを
持ち、在宅医療や介護予防、介護支援の中心として活動すべき職種
である。
この科目では、これまでに学修してきた内容を基盤にして、在宅医
療、介護の推進について学び、対象者の背景や環境など多様な側面
を考慮して、在宅や地域における問題を解決するために活躍できる
能力を身に付けることを目指す。
　

オムニバス方式

（オムニバス方式／全15回）

（     小林　毅／2回）
第7～8回　在宅医療・介護支援の実際（内部疾患）

（     猪股　英輔／5回）
第2回　在宅医療・介護における接遇とリスクマネジメント
第9～10回　在宅医療・介護支援の実際（認知症）
第13～14回　家族介護者への介助技術・健康支援

（     佐々木　清子／4回）
第1回　オリエンテーション　在宅医療・介護をめぐる社会動向と課
題
第11～12回　在宅医療・介護支援の実際（障害児者）
第15回　まとめ

（     坂本　俊夫／4回）
第3～4回　在宅医療・介護支援の実際（中枢神経疾患）
第5～6回　在宅医療・介護支援の実際（運動器疾患）

職
業
専
門
科
目

生活行為を支援するための
環境整備

本科目は、作業療法が対象とする生活行為を支援するために必要な
機器の適合や住環境整備等の環境因子からの働きかけを理解するた
めに、演習形式でその理論的背景と支援の実際を理解する。
具体的には、日常生活活動・手段的日常生活活動・日常生活関連活
動を中心に、各種の補装具・日常訓練機器・福祉機器と住宅改修等
を活用した支援方法論について学ぶ。

職
業
専
門
科
目

緩和ケアと作業療法 「緩和ケア」は対象者とその家族の「トータルペイン（全人的苦
痛）」に焦点を当て、その苦痛の予防、緩和を図りQOL向上を図るた
めのアプローチをいう。緩和ケアの対象疾患は、「がん」のみなら
ず、難病、認知症、呼吸器疾患、心疾患、小児慢性特定疾患等幅広
い。作業療法士は、これらの対象者に対して機能障害・活動制限の
改善や社会参加を図り、その人らしい生活を取り戻すことを目的と
して関わるが、終末期に至り機能や活動・参加レベルの改善が難し
い場合であっても、緩和ケアという視点から、対象者と家族の「全
人的苦痛」に焦点を当てることにより、QOL向上に貢献することがで
きる。
本科目では、緩和ケアの概念と緩和ケアにおける作業療法士の役割
を学び、症状に対する評価と対応、ADL能力の維持、QOL向上、環境
調整と福祉用具の選定、対象者と家族の心理的サポート等の緩和ケ
アの実践に必要な知識・技能を学ぶ。また、緩和ケア病棟、ホスピ
ス、在宅ケア、デイ・ホスピス等における緩和ケアの実践例や多職
種連携について学習する。

在宅医療・介護の推進
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

地域作業療法学 住み慣れた地域で、その人らしい暮らし・生活をするために必要と
なる社会資源等とその活用方法、主として地域包括ケアシステムモ
デルを、講義を通じて作業療法の基本的な理論や考え方に基づいて
学ぶ。また、実際の地域にある社会資源等を演習形式により体験す
ることで、どのように活用するのかについて理解すると共に「在宅
医療の推進」という視点についても理解する。
また、「地域共生社会の実現」などを例にとり、作業療法がどのよ
うに活用できるのかについて理解を深め、地域作業療法学実習や地
域実習による実際の現場での支援を体験・学習することにつなげ
る。

職
業
専
門
科
目

就労支援論 作業療法が対象とする障害のうち、就労を必要とする対象者へ作業
療法を提供するために、講義を通じて基本的な就労支援のあり方な
どを学び、事例による就労の計画立案等により理解を深める。
なお、初めての就労に対する支援から、再就職、配置転換などいろ
いろな場面が考えられることから、ICFの参加という側面だけではな
く、環境因子の調整などを含めて就労に至る過程を理解することを
目標とする。

職
業
専
門
科
目

生活環境学 地域での作業療法を展開する際に必要な、ICFにある環境因子のうち
「サービス」「制度」「政策」を含めて、講義を通じて「まちづく
り」について学ぶ。さらに、いくつかのまちづくりの事例からまち
づくりとそこに住む人々の関係の理解を深めることを目標とする。
可能であれば、災害復興からのまちづくりなども含めることで、災
害時に作業療法ができることはなにかを考える。

職
業
専
門
科
目

地域作業療法学実習 その地域で暮らす、住み慣れた場所で生活する人々を支援する作業
療法について、実際の現場での支援を体験・実習することで、どの
ようなことができるのかについて、課題解決できることを目標とす
る。
対象は在宅高齢者に限らず、障がい者や障がい児、その家族をどの
ように作業療法が支援できるのかに焦点を置き、さまざまな視点か
らその実際を体験する。

職
業
専
門
科
目

障害児教育と作業療法 障がい児は就学後に保健医療福祉の現場から疎遠になる経験をする
ことも少なくない。しかし、保健医療専門職の支援は引き続き重要
な要素であり、障がい児教育の中での保健医療支援をどのように取
り入れるかが課題である。現状としては、特別支援学校や特別支援
学級において直接作業療法士が関わる場面は多くは無いが、障がい
児教育について理解することは作業療法士には重要な素養の一つで
ある。ここでは、障がい児を対象とした教育学の基本事項と、特に
特別支援教育に関する教育方法論を理解し、作業療法士の知識や技
能が障がい児教育現場にどのように活用できるのかを考察する。ま
た、事例を用いて、自身の学ぶ専門職の専門性と障がい児教育の実
際との関連を理解し、具体的にどのような連携が可能なのかを考察
する。

職
業
専
門
科
目

発達・精神障害に対する社
会生活力と作業療法

地域で暮らす成人期の発達障がい者は、社会生活力の低さ、失敗体
験によるストレスによりうつ病などの精神疾患を合併することも多
く、就学・就労が困難となり引きこもりになる事例も多い。
本科目では、就学・就労の前段階として必要になる社会生活力に関
する支援のあり方、特性や強みを活かし社会で自分らしく生活を送
るための環境調整や活動の場の提供など、地域における発達・精神
障がい者の生活力支援について検討する。
内容としては、自立訓練(生活訓練)施設、地域活動支援センターな
ど事業所の現状を学び、生活面・身体面・心理面など広範囲な支援
が求められる地域での作業療法の役割について、医学的知識に基づ
き疾患・障がい特性を把握した上で、当事者の多様なニーズにあわ
せた生活力に対する支援の分析・アプローチ、課題などを多面的に
検討し、専門性への理解を深めることを目標とする。
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作
業
療
法
学
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

体験実習Ⅰ 入学早期にさまざまな作業療法士がはたらく現場を体験し、現場の
作業療法士が「どのような対象に」「どのような作業療法を」「ど
うして」「どのくらい」などの視点から理解できることを目標とす
る。特徴の異なる施設・事業所を各施設につき1日程度、複数施設の
見学を行う。
本実習では、入学後できるだけ早期に、できるだけさまざまな作業
療法現場を体験することで、視野を広げ、作業療法の活動の現場が
広いことを理解する。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

体験実習Ⅱ 入学後、一定程度の学びをした上で、作業療法士がはたらく現場を
体験し、現場の作業療法士が「どのような対象に」「どのような作
業療法を」「どうして」「どのくらい」などの視点から理解できる
ことを目標とする。
本実習では、一定期間は同一施設で、視点を明確にしながら体験を
することで、作業療法の現場での動きを理解する。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

評価実習Ⅰ 実習施設での実習開始前に、学内で実習のオリエンテーションに
て、実習の目的、内容、スケジュール、課題、成績評価等について
理解し、実技試験を行い学生自身の臨床能力を確認し、実習の準備
を行う。
実習施設での実習では、実習指導者の下で、対象者の同意を得て、
学内での講義・実習で修得した評価手技を実際に体験し、検査・測
定の結果を記録する。さらに記録した結果から、いくつかの内容に
ついて対象者の肯定的側面と否定的側面を考察し、対象者の全体像
又はその一部について論理的に考察することを目標とする。
実習施設での実習終了後に、学内で実習内容の振り返りを発表形式
で行い、自身の実習体験だけではなく、他者の実習体験を通じて、
幅広く問題解決の手法を学ぶことを目標とする。また、学生自身が
体験した検査・測定の手技や方法をより正確に実施できるように、
そして検査・測定から得られた結果を作業療法の治療・アプローチ
にどのように活用することができるのかを検討することで、さらに
主体的な問題解決へとつなげることができることを目標とする。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

評価実習Ⅱ 実習施設での実習開始前に、学内で実習のオリエンテーションに
て、実習の目的、内容、スケジュール、課題、成績評価等について
理解し、実技試験を行い学生自身の臨床能力を確認し、実習の準備
を行う。
実習施設での実習では、「評価実習Ⅰ」とは異なる施設で、特徴の
異なる対象者の実習を行う。実習指導者の下で、対象者の同意を得
て、学内での講義・実習で修得した評価手技を実際に体験し、検
査・測定の結果を記録する。さらに記録した結果から、いくつかの
内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考察し、対象者の
全体像又はその一部について論理的に考察することを目標とする。
実習施設での実習終了後に、学内で実習内容の振り返りを発表形式
で行い、自身の実習体験だけではなく、他者の実習体験を通じて、
幅広く問題解決の手法を学ぶことを目標とする。また、学生自身が
体験した検査・測定の手技や方法をより正確に実施できるように、
そして検査・測定から得られた結果を作業療法の治療・アプローチ
にどのように活用することができるのかを検討することで、さらに
主体的な問題解決へとつなげることができることを目標とする。

共同（一部）

臨
床
実
習

臨
床
実
習

臨
床
実
習

臨
床
実
習
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

職
業
専
門
科
目

総合実習Ⅰ 実習施設での実習開始前に、学内の実習のオリエンテーションに
て、実習の目的、内容、スケジュール、課題、成績評価等について
理解する。また、実習に必要な知識が備わっているかを筆記試験で
確認をし、技術・態度面はOSCEを行い学生自身の臨床能力を確認
し、実習の準備を行う。
実習施設での実習では、実習指導者の下で、対象者の同意を得て、
学内での講義・実習で修得した評価手技を実際に体験し、検査・測
定の結果を記録する、さらに記録した結果から、いくつかの内容に
ついて対象者の肯定的側面と否定的側面を考察し、対象者の全体像
について論理的に考察し、作業療法の治療・アプローチの計画立
案、その計画を実施する。可能な限り、その計画の実施の効果が測
定できるような評価を実施し、効果について考察を深めることがで
きることを目標とする。
実習施設での実習終了後に、学内で実習の内容の振り返りを行い、
学生自身が体験した検査・測定手技からその結果解釈、作業療法計
画の立案、作業療法の実施、その効果判定のための評価を通じて、
作業療法の一連の流れを事例として理解する。
具体的には、事例発表の形式を実施するための準備から発表、質疑
応答、そこからの気づきを経験し、事例レポートとしてまとめ、技
術・態度面は、OSCEを実施し確認を行う。
また、自身の実習体験だけではなく、他者の実習経験を通じて、幅
広く問題解決の手法を学ぶことを目標とする。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

総合実習Ⅱ 実習施設での実習開始前に、学内の実習のオリエンテーションに
て、実習の目的、内容、スケジュール、課題、成績評価等について
理解する。また、実習に必要な知識が備わっているかを筆記試験で
確認をし、技術・態度面はOSCEを行い学生自身の臨床能力を確認
し、実習の準備を行う。
実習施設での実習では、「総合実習Ⅰ」とは異なる施設で、特徴の
異なる対象者の実習を行う。実習指導者の下で、対象者の同意を得
て、学内での講義・実習で修得した評価手技を実際に行い、検査・
測定の結果を記録する、さらに記録した結果から、幾つかの内容に
ついて対象者の肯定的側面と否定的側面を考察し、対象者の全体像
について論理的に考察し、作業療法の治療・アプローチの計画立
案、その計画を実施する。可能な限り、その計画の実施の効果が測
定できるような評価を行い、効果について考察を深めることができ
ることを目標とする。
実習施設での実習終了後に、学内で実習の内容の振り返りを行い、
学生自身が体験した検査・測定手技からその結果解釈、作業療法計
画の立案、作業療法の実施、その効果判定のための評価を通じて、
作業療法の一連の流れを事例として理解する。
具体的には、事例発表の形式を実施するための準備から発表、質疑
応答、そこからの気づきを経験し、事例レポートとしてまとめ、技
術・態度面は、OSCEを実施し確認を行う。
また、自身の実習体験だけではなく、他者の実習経験を通じて、幅
広く問題解決の手法を学ぶことを目標とする。

共同（一部）

職
業
専
門
科
目

地域実習 在宅生活を支援するための訪問リハビリテーションや通所リハビリ
テーションの場面で、指導者の下で、対象者の同意を得て、学内で
の講義等で修得した地域包括ケアシステムや共生社会の構築に向け
た作業療法実践について、生活行為向上マネジメント等を活用した
支援内容について経験する。
また、「生活する」という視点を重視して、「健康寿命の延伸」及
び「在宅医療・介護の推進」という視点を踏まえ地域での社会資源
等の活用を含めた考察過程を理解することを目標とする。

共同（一部）

展
開
科
目

共生社会の展開と実践 超高齢社会、健康寿命の延伸など、現代社会の課題を認識し、共生
社会の維持・向上に寄与できる作業療法士として、将来活動するた
めの考え方を養う。「隣接他分野」で学修した日常生活支援と社会
参加に隣接する他分野の知識・技術と「組織の経営・マネジメン
ト」の学修を統合・総括し、共生社会の維持・向上に貢献しうる役
割や支援にどのように展開・実践できるかについて、グループ演習
により考察する。グループによるディスカッション結果の発表は、
作業療法学科と理学療法学科の合同で行い、他学科における応用の
考え方に触れる機会を設け、積極的に他職種と協働するための姿勢
を育成する。この科目は展開科目と職業専門科目の担当教員が共同
で行う。

共同

統
合
分
野

臨
床
実
習

臨
床
実
習

臨
床
実
習
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

展
開
科
目

共生福祉論 “共生福祉”に関する様々なとらえ方を把握した上で、“共生社
会”との関連性を明確にする。また、援助専門職にとっての“共生
福祉”の意味と意義を明らかにし、地域社会において多職種による
連携・協働、市民の協力を得た上でのネットワーキングの必要性を
明確にする。これらを具体的かつ実践的に学んでいく。

展
開
科
目

ユニバーサルツーリズムと
外出支援Ⅰ

年齢や障がいなどに関わらず、誰もが外出や旅行を楽しむユニバー
サルツーリズムの定義、意義について学ぶ。高齢者や障がい者など
は施設や住宅での限られた環境下の生活から、「お出かけ」をする
ことで徐々に社会参加が促進される。本人への刺激、生きがい、健
康増進への意欲が促進されるだけでなく、周囲の人々への理解を深
めるなど、外出の意味は大きい。外出や旅行の意義、共生社会へつ
ながる一歩であることなどを、ユニバーサルデザインやバリアフ
リーとの関係、障がいの社会モデルについて、先進事例などを紹介
しながら国内の状況について考える。

展
開
科
目

ユニバーサルツーリズムと
外出支援Ⅱ

年齢や障がいなどに関わらず、誰もが外出や旅行を楽しむユニバー
サルツーリズムについて、実際の街を歩いてその課題と解決策につ
いてグループワークを通して学ぶ。高齢者や障がい者が実際の街で
どのような不便があり、誰もが外出や旅行を楽しむためには何が必
要かをグループワーク、フィールドワークを通して考える。改善提
案では地域の活性化につなげたプランについて、プレゼンシートを
作成し、コンテスト形式で発表を行う。

展
開
科
目

美容ケアによるQOLの維持
向上Ⅰ

本科目では、保健医療を学ぶ学生にとって実践的な美容ケアについ
て学ぶ。先天性のもの、あるいは怪我や病気、加齢などによる外表
の形態及び心的ストレスに対し、美容の知識と技術によって、認知
機能や、運動機能、ADLやQOLが向上する、あるいは社会復帰が促進
されることが実証されている。本科目では、まず美容理論として、
美容の歴史、理論的な基礎、最新の状況や心理的な作用を学ぶ。さ
らに、美容を施すことにより得られる対象者の心身への効果、リハ
ビリや介護の領域における美容の応用事例について学ぶ。また、エ
ンゼルメイクやリハビリメイクについても、意義や方法について説
明する。「美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ」で行う実技の具体的な
内容や必要性と効果についても、グループディスカッション等を通
じて理解する。

展
開
科
目

美容ケアによるQOLの維持
向上Ⅱ

保健医療分野において対象者に美容・整容等を実践するための技術
を学ぶ。高齢者にとって化粧は外出の動機づけにもつながり、外出
頻度とも関係すると言われている。スキンケア・フェイシャルト
リートメント・スカルプ＆ヘアケア・メイクアップ・ネイルケアの
技術の基礎について、学生相互に実践しながら学ぶ。対象者に実際
に化粧・整容等の指導・アドバイスができるよう、必要な対象者へ
どのように美容・整容等の指導・アドバイスを行っていくのかを実
技を通して理解する。また、保健医療の分野で対象者に美容・整容
等の指導・アドバイスを施す際に必要な用具や化粧品等の種類や使
用法等について理解を深める。

展
開
科
目

音楽療法によるQOLの維持
向上Ⅰ

イントロダクションでは、介護予防や在宅医療を含む医療福祉の
様々な現場で行われている音楽療法について体験的に学び、対象者
のQOLの維持・向上の為に音楽をどのように活用できるかを考え
る。次に音楽療法の基礎理論として、音楽が自律神経や情緒･感情に
与える作用、音楽が身体運動を誘発し促進する作用、非言語コミュ
ニケーション・ツールとしての音楽の役割と、乳幼児期の言語獲得
に深く関わる音楽の役割、音楽の社会的機能について学び、これを
リハビリテーションや発達支援に活用する方法を学ぶ。講義の後半
では、各領域の事例から具体的な音楽の活用法を紹介し、３年次の
実技に向けて、音楽療法で用いる技法の一部とツールとしての音楽
の特性および使用する際の留意点について学ぶ。

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野

隣
接
他
分
野
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

展
開
科
目

音楽療法によるQOLの維持
向上Ⅱ

心身の機能を高め交流を促進する音楽の特性を活かし、対象者のQOL
の維持・向上を目指す活動プログラムを考え、模擬活動として実施
しながら課題や改善点について話しあい、修正していく。自分の音
楽スキルを知り、それを有効に活用できるようになるために、グ
ループ単位で音楽演奏にも取り組んでもらう。最終的に、医療や福
祉の現場を想定した集団プログラムもしくは在宅医療・介護の現場
を想定した介護者にもできる簡易な個別プログラムのどちらかを選
択し、音楽を活用した活動計画書を作成する。

展
開
科
目

身体障害への支援システム
工学Ⅰ

ロボットに代表される保健医療分野における支援システムの開発か
ら市場投入までの一連のプロセスを、実証実験手法も含めて体系的
に学ぶ。
基礎として、人間の感覚、認知、認識特性に基づくヒューマンイン
タフェースの設計手法について学習する。次に障害特性の定義と代
行手段の選択に基づいた要件定義と製品化手法について、福祉介護
の現場で行う試作機を用いた実証実験による仮説検証手法とアン
ケートの評価手法に重点を置いて学ぶ。

展
開
科
目

身体障害への支援システム
工学Ⅱ

保健医療機器の製品化プロセスを障がい当事者向けのマウス操作用
のインタフェースを事例に学ぶ。インタフェースは、障害種別を想
定して試作する。実証実験では、試作したインタフェースをPC
（Windows）の補助機能の組み合わせで機能評価とアンケートを実施
し、統計的解析手法を用いてその有効性を検証する。

展
開
科
目

手話による聴覚障害者との
コミュニケーションⅠ

手話とは日本語とは異なる独自の文法・語彙体系を持った視覚言語
であり、聴覚障がい者とのコミュニケーションツールの一つであ
る。手話をはじめとするさまざまなコミュニケーションを持つ聴覚
障がい者についての学習（障がいについて、コミュニケーション方
法、暮らし、置かれている社会状況など）を通して、聴覚障がいに
関する基礎知識を理解することを目的とする。コミュニケーション
の一つである手話であいさつや自己紹介程度の簡単な会話ができる
ことを目指す。

展
開
科
目

手話による聴覚障害者との
コミュニケーションⅡ

手話とは日本語とは異なる独自の文法・語彙体系を持った視覚言語
であり、聴覚障がい者とのコミュニケーションツールの一つであ
る。手話をはじめとするさまざまな聴覚障がい者とのコミュニケー
ション方法を学び、手話で日常会話ができることを目指す。また学
んだ手話を活かして療法実践の場で活用できるようにする。

展
開
科
目

実務リーダーのための経営
戦略論

経営戦略の基本概念を、経営理念と経営ビジョンとの関係を交えて
理解する。事業別戦略や機能分野別戦略について、各分野の実務家
講師による事例を扱った講義と意見交換を通じ、実践的に理解をす
る。保健医療に関する事例も取り上げる。グループワークや発表を
通じて、将来を主体的に構想し、その実現に向けて関係者の協力を
形成する基礎的な能力を養う。

展
開
科
目

組織･人材マネジメントの
理論と実践

人材の持つ潜在能力を引き出し発揮させる仕掛けやしくみは重要な
経営の要素である。
本科目では、組織を一から創っていく時に必要な考え方を時系列に
学ぶことによって、組織および人材マネジメントの考え方を理解で
きるようにカリキュラムを組んでいる。
また人が成長し活力ある組織にするために良い組織の要件の理解か
ら始まって、組織のあり方、組織の創り方や組織と人を主体的に動
かすマネジメントのあり方、そして人材のマネジメントの仕方とと
もに、保健医療の組織論についても学ぶ。

展
開
科
目

実践マーケティング戦略 顧客のニーズを理解し、顧客に対しどのような価値を提供するべき
かを考えることは、企業活動の基本であるだけでなく、社会的組織
においても重要である。本科目では、マーケティングの基本的な考
え方から、各種のフレームワーク、理論、調査分析手法を学ぶこと
により、顧客のニーズを把握し、事業や商品サービス開発につなげ
るための知識を身に着ける。保健医療分野とともに、保健医療分野
に親和性の深いサービス業におけるマーケティングについても、考
え方を事例により学ぶ。

隣
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

展
開
科
目

保健医療経営Ⅰ 急激に進行しつつある超高齢化、人口減少社会にあって、保健医療
分野の役割が重要化しつつある。また、膨らむ医療費・介護費の問
題、医師不足など人的資源の問題、情報資源活用等、問題・課題が
山積している。本講義では、保健医療の経営を考えるうえで根幹と
なる介護報酬（社会報酬）や診療報酬等制度の仕組みを中心に解説
する。保健医療経営の事業構造を経営主体別に学び、介護経営、病
院経営等のソリューション（問題解決）に役立つ人材育成を目指
す。

展
開
科
目

保健医療経営Ⅱ 保健医療経営Ⅰを踏まえ保健医療経営Ⅱでは、各分野の経営（病
院、介護、社会福祉法人、在宅サービス）をヒト、モノ、カネ、情
報から捉え、そのマネジメント手法を解説する。具体的には、病
院、介護、社会福祉法人、在宅サービス等を実践している施設の
ケースを通し、業務改善、経営改善手法を学び、診療報酬、介護報
酬（社会報酬）、地域福祉計画（社会福祉増進計画）、医療計画等
についてより実践的に学ぶ。また、起業した人材や会社の事例か
ら、保健医療領域での現場改善や起業のニーズ、シーズの活かし方
を深める。

展
開
科
目

実務リーダーのための財務
会計Ⅰ

財務諸表の理解は、ビジネスの世界で必須であるが、単に会計ルー
ルや会計用語を学んでも意味はなく、経営に活かす視点こそが重要
である。
当授業では、長年、様々な法人の会計監査を行ってきた専門家が、
実際の財務指標を教材にしながら、経営と関連付けた実践的な授業
を行う。
「実務リーダーのための財務会計Ⅰ」では、実務リーダー・マネジ
メント層として理解すべき基本的な会計理論を学び、保健医療分野
の会計についての講義も行う。

展
開
科
目

実務リーダーのための財務
会計Ⅱ

財務諸表の理解は、ビジネスの世界で必須であるが、単に会計ルー
ルや会計用語を学んでも意味はなく、経営に活かす視点こそが重要
である。
当授業では、長年、様々な法人の会計監査を行ってきた専門家が、
実際の財務指標を教材にしながら、経営と関連付けた実践的な授業
を行う。
「実務リーダーのための財務会計Ⅱ」では、実務リーダー・マネジ
メント層として実務上把握すべき財務数値とその活用方法について
講義を行う。金融機関との付き合い方など、実務上役立つ知識も提
供する。

展
開
科
目

ビジネスのための法律 専門的・実務的な能力を活かして就職あるいは起業する上では、そ
の事業に関する様々な法令を遵守する必要がある。
当授業で、事業に必要なライセンス、会社や法人の立ち上げ、人の
雇用、事業遂行上のリスク管理などすべてのビジネスに共通する情
報とともに保健医療分野にかかわる情報をインプットし、保健医療
の世界で活躍するための実践力を身に付ける。
長きに渡り法律のプロフェッショナルとして実務に当たってきた教
員が、経験を通して得た、実践で役立つエッセンスを分かり易く解
説する。

展
開
科
目

ビジネスのためのIT 情報技術（IT）は一般企業にも行きわたり、ビジネスを組み立て
る、実行するうえでも必須の要素となっている。ITがビジネスで活
用されている身近な事例を教材として用い、ビジネスの具体的な場
面で用いられているITの用語や、保健医療分野ではどういった目的
でITが活用されているか等を学習する。講義内では、本講義で学ぶ
事例、いままでに情報関連の科目で学んだ知識を活用するためのグ
ループディスカッションの機会を複数回設け、学習した事例をもと
にITを活用したビジネスアイデアを練る力を身につける。

（キーワード）
IT、Webサービス・アプリケーション、ビッグデータ、IoT、ウェア
ラブルコンピュータ
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

展
開
科
目

在宅サービスの事業経営 地域包括支援システムの構築にあたり、高齢者が可能な限り住み慣
れた地域で自分らしく暮らし、安定した日常を送るためには、適切
な住まいが必要である。
本講座では、地域密着型サービス、小規模多機能型サービスやサー
ビス付き高齢者向け住宅等を全国で展開している企業で実務を担う
専門家が、実際の施設やサービスを元に、「市場認識」・「事業継
続」・「事業運営」など、実際の事業において成否を決める視点を
教授する。地域包括支援センターとの関係や地域交流など、運営面
でのポイントも学ぶ。

展
開
科
目

事業計画策定概論 企業の継続的成長や顧客創造を実現するために新たな事業活動は不
可欠である。新たな事業活動の出発点である事業を構想（アイデア
出し）する発想法を学び、グループで協力し、保健医療分野におい
て新しい事業やサービスを計画するための事業計画書を策定するプ
ロセスを習得する。策定過程において、ビジョン、事業コンセプ
ト、マーケティング戦略、財務戦略等の重要性を理解する。グルー
プの意思集約を重視したオンリーワンの構想を形にする。

展
開
科
目

総合事業開発 経営分野の学びを、どのように保健医療分野及び隣接他分野で活か
すことができるか、両者の接続を図ることを目的とする。事例研究
を基に、ディスカッション形式による授業を展開する。保健医療福
祉分野の経営戦略・マーケティング・財務戦略・IT・人事戦略の事
例、隣接他分野での新しいサービス開発事例などを取り上げる。ゲ
ストスピーカーを招き、実務現場の臨場感を伝える場を設けるな
ど、実践的な授業を行う。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

「作業療法研究基礎ゼミナールI」では、作業療法研究に関する基礎
を学習する。
作業療法研究は、臨床（病院や施設で作業療法を実践すること）、
教育（後輩作業療法士や学生の指導を行うこと）と並び、重要な業
務の一つである。作業療法の基礎をなす作業療法概論や基礎作業に
ついて学び、さらに作業療法に関連する学問を学びつつある。今
後、この学びを通して見出した作業療法の関心事から学生自身の研
究テーマを探して決定することとなる。
本ゼミナールでは、作業療法における研究の意義や目的、方法、プ
ロセス等の基本的な事項について学習する。そして、担当教員が実
践した研究の紹介から、研究テーマがどのようなものであるのかに
ついて理解を深めるものとする。これらの学びを通して、学生は研
究の概略を理解し、自らが作業療法研究に勤しむ者としての態度と
知識を得ることを目標とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     里村　惠子）

「作業療法研究基礎ゼミナールI」では、作業療法研究に関する基礎
を学習する。
作業療法研究は、臨床（病院や施設で作業療法を実践すること）、
教育（後輩作業療法士や学生の指導を行うこと）と並び、重要な業
務の一つである。作業療法の基礎をなす作業療法概論や基礎作業に
ついて学び、さらに作業療法に関連する学問を学びつつある。今
後、この学びを通して見出した作業療法の関心事から学生自身の研
究テーマを探して決定することとなる。
本ゼミナールでは、作業療法における研究の意義や目的、方法、プ
ロセス等の基本的な事項について学習する。そして、担当教員が実
践した研究の紹介から、研究テーマがどのようなものであるのかに
ついて理解を深めるものとする。これらの学びを通して、学生は研
究の概略を理解し、自らが作業療法研究に勤しむ者としての態度と
知識を得ることを目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     小林　毅）

本科目では、学科の目指す学習目標に則り、作業療法士として必要
な臨床・教育と研究の関係性と必要性を理解し、学生自身が疑問を
もつテーマを構築できることを目標として、基本的な研究に関する
プロセスを身につける。
具体的には、担当教員の過去の研究に鑑みた例示を用いることで、
研究疑問－研究命題の構築などの一連のプロセスを理解する。な
お、本科目では、「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」に発展的に学
習が継続できるよう、研究テーマを設定する過程で研究に対する基
本的な知識と研究に対する態度を身につける。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     猪股　英輔）

高齢期における作業療法について、疾患・障害別、実践領域ごとに
概観する。作業療法実践では、先行研究の成果がどのように活用さ
れ、研究と臨床が結びついているのかを学習する。
研究と実践の結びつきの具体例は、病院、施設入所、通所、訪問、
介護予防・健康増進活動、終末期まで幅広く紹介する。そこで学生
が視野を広げ、研究テーマの探求に至るまで、学生自身が興味に気
付けるように指導する。
その結果、学生は、作業療法の研究の意義や目的を理解し、臨床実
践と研究の両立した態度と知識を得ることとする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     星　克司）

「作業療法研究基礎ゼミナールI」では、作業療法研究に関する基礎
を学習する。
作業療法研究は、臨床（病院や施設で作業療法を実践すること）、
教育（後輩作業療法士や学生の指導を行うこと）と並び、重要な業
務の一つである。作業療法の基礎をなす作業療法概論や基礎作業に
ついて学び、さらに作業療法に関連する学問を学びつつある。今
後、この学びを通して見出した作業療法の関心事から学生自身の研
究テーマを探して決定することとなる。
本ゼミナールでは、作業療法における研究の意義や目的、方法、プ
ロセス等の基本的な事項について学習する。そして、担当教員が実
践した研究の紹介から、研究テーマがどのようなものであるのかに
ついて理解を深めるものとする。これらの学びを通して、学生は研
究の概略を理解し、自らが作業療法研究に勤しむ者としての態度と
知識を得ることを目標とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     齋藤　久恵）

「作業療法研究基礎ゼミナールI」では、作業療法研究に関する基礎
を学習する。
作業療法研究は、臨床（病院や施設で作業療法を実践すること）、
教育（後輩作業療法士や学生の指導を行うこと）と並び、重要な業
務の一つである。作業療法の基礎をなす作業療法概論や基礎作業に
ついて学び、さらに作業療法に関連する学問を学びつつある。今
後、この学びを通して見出した作業療法の関心事から学生自身の研
究テーマを探して決定することとなる。
本ゼミナールでは、作業療法における研究の意義や目的、方法、プ
ロセス等の基本的な事項について学習する。そして、担当教員が実
践した研究の紹介から、研究テーマがどのようなものであるのかに
ついて理解を深めるものとする。これらの学びを通して、学生は研
究の概略を理解し、自らが作業療法研究に勤しむ者としての態度と
知識を得ることを目標とする。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     秋元　美穂）

本ゼミナールは高齢者を対象に、まずはわが国の高齢者を取り巻く
現状を理解し、病院から自宅または施設等に戻る高齢者が、その後
どんな生活を送るのか、必要な介護保険サービスとは何かについて
学ぶ。実際に在宅生活を行う高齢者が介護老人保健施設の通所リハ
ビリテーションを利用し、多職種連携のもと行うチームアプローチ
から得られた効果についての具体的な研究の紹介を行い、その一連
のプロセスを通して研究の概略を理解することを目標とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     井口　佳晴）

テクノロジー（科学技術）の進化は日進月歩である。作業療法領域
においても、治療や支援の場面で様々なセンサー、インターフェー
ス、情報通信技術（ICT）、ロボットなどのテクノロジー（科学技
術）を活用している報告は少なくない。今後さらに、テクノロジー
の導入により、作業療法のあり方も様変わりするであろう。ゼミで
は、テクノロジーの進化が、将来の作業療法にどのように影響を及
ぼすかを探求していく。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     佐々木　清子）

「作業療法研究基礎ゼミナールI」では、発達障害領域における作業
療法研究に関する基礎を学習する。発達障害領域の研究の意義や目
的、方法、プロセスの基本事項について学習する。これまで発表し
た発達障害領域に関する研究を紹介し、研究テーマへの理解を深
め、学生自ら研究テーマを探し決定する。紹介する研究対象の疾患
は、脳性麻痺などの中枢神経系の障害、発達障害、低出生体重児、
知的障害や自閉症スペクトラム症、発達性協調運動障害などの発達
障害であり、広く多様な疾患に対する作業療法研究の意義や理解を
深めていく。さらに、それらの疾患に対する、摂食嚥下機能、上肢
機能、感覚調整などの心身機能の改善と活動や参加の関係を理解
し、研究の意義を深め、学生自ら、作業療法研究における態度と知
識を得ることを目的とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     近野　智子）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ」では、作業療法研究に関する基
礎を学習する。作業療法における研究の意義や目的、方法、プロセ
ス等の基本的な事項について学習し、研究の概略を理解し、自らが
作業療法研究に勤しむ者としての基本的態度と知識を得ることを目
標とする。本ゼミナールでは、主に身体障害領域の研究を中心に紹
介し、これまでの作業療法における基礎研究、臨床研究、事例研究
等に触れることにより、研究の概略を理解し、自らが作業療法研究
に勤しむ者としての基本的態度と知識を得ることを目標とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅠ

（     坂本　俊夫）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ」では、研究テーマとして｢日常生
活活動｣の支援方法の発展に焦点を当て、その構成要素となる｢健康
状態」｢心身機能・身体構造」｢参加｣｢背景因子(環境因子および個人
因子)」との関連についての研究を取り上げる。「作業療法研究基礎
ゼミナールⅠ」（3年前期）では作業療法研究の基礎として、指導教
員がこれまで実践した身体障害、発達障害、老年期領域の作業療法
研究を概観し、研究の背景や研究の意義、目的から考察までの研究
の流れを学ぶ。この学びから学生は研究の概略を理解し、研究の重
要性とともに自らが作業療法研究に勤しむ者としての態度と知識を
得ることを目標とする。また研究に関する各手法（文献研究・調査
研究・実験研究・質的研究など）について参考となる研究論文を供
覧し、研究の基礎から発展まで理解できるように進める。ゼミの終
了時には、学生一人一人が「研究の元となるタネ｣（以下、「研究の
タネ」）を見出すことを目指す。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールI」の学習を継続して行う。作業療法を科学的に考察するため
に必要な研究方法における基本的な理論を学習し、作業療法研究領
域で主に用いられる研究手法について学習する。また様々な先行研
究について文献検索による情報収集を行い、学生を主体とする文献
抄読の演習を行い、問題の解決に活用できる情報を獲得する能力を
養う。これらの学びを通し、研究テーマの決定方法、情報収集の方
法、適切な手法の選択方法、研究計画の立案方法、分析方法等研究
の基本的なプロセスを学習することを目標とする。
様々な科目を履修する中で、継続して学生が研究テーマを構築して
いくことができるように、担当教員が継続して指導を行う。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     里村　惠子）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールI」の学習を継続して行う。作業療法を科学的に考察するため
に必要な研究方法における基本的な理論を学習し、作業療法研究領
域で主に用いられる研究手法について学習する。また様々な先行研
究について文献検索による情報収集を行い、学生を主体とする文献
抄読の演習を行い、問題の解決に活用できる情報を獲得する能力を
養う。これらの学びを通し、研究テーマの決定方法、情報収集の方
法、適切な手法の選択方法、研究計画の立案方法、分析方法等研究
の基本的なプロセスを学習することを目標とする。
様々な科目を履修する中で、継続して学生が研究テーマを構築して
いくことができるように、担当教員が継続して指導を行う。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     小林　毅）

本科目では、「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ」に引き続いて、研
究命題を解決するための具体的な方法を学習し、実際に学生自身で
体験することで、研究の一連のプロセスを理解することを目的とす
る。
具体的には、文献抄読などに因り、研究の基本的なプロセスと抄録
や原著などの発表に至る一連のプロセスを、実際の文献検索や実験
から結果の集計や統計等の量的研究、質問調査等の質的研究等のさ
まざまな事例（文献抄読等）から、その方法を理解する。また、
PECO等のリサーチクエッションから解決方法までの過程を模擬的に
体験することで、「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ・Ⅱ」で学生自
身が実際に経験する科目に向かうための準備とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     猪股　英輔）

研究領域は、高齢期における作業療法実践の知識をもとに、医療・
介護保険サービス、認知症をもつ人と家族の生活支援、介護予防・
健康増進等の地域リハビリテーション、地域における共生社会の実
現に向けた挑戦的課題などに焦点を当てていく。
研究テーマの構築には、研究疑問の立て方が重要となる。研究テー
マの選択は、講義で学んだ作業療法の実践モデルや事例、臨床実習
の経験から生まれた疑問を重視する。
とくに高齢期における作業療法のうち、学生自身が興味をもつ領域
の先行研究を調査できるように指導し、具体的な文献検索の方法や
研究課題の導き方を学習する。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     星　克司）

身体障害領域において、身体機能の回復を促すための様々な治療方
法、生活動作に応用する日常生活動作支援、工学的、生活環境に支
援する技術などに関して多岐にわたるアプローチがとられる。その
過程の中で様々な疑問に対して多様な分析、研究手法がとられる。
それらを理解するために先行研究の文献等の検索、抄読により情報
の獲得、研究方法の過程などを学び、今後行っていく研究のテーマ
の設定、研究方法などの基本的プロセスを学んでいく。そして今
後、主体的に研究テーマの策定等を行っていくための基礎を身につ
ける。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     齋藤　久恵）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールI」の学習を継続して行う。作業療法を科学的に考察するため
に必要な研究方法における基本的な理論を学習し、作業療法研究領
域で主に用いられる研究手法について学習する。また様々な先行研
究について文献検索による情報収集を行い、学生を主体とする文献
抄読の演習を行い、問題の解決に活用できる情報を獲得する能力を
養う。これらの学びを通し、研究テーマの決定方法、情報収集の方
法、適切な手法の選択方法、研究計画の立案方法、分析方法等研究
の基本的なプロセスを学習することを目標とする。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     秋元　美穂）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ」で学んだ事を基礎として、介護
保険下の高齢者に効果または非効果のあった様々な論文を検索し抄
読を行う。それらの論文から手法を学び、自分が行いたい研究や
テーマをより明確に考えていく。研究テーマに沿った情報を得て、
実際に研究計画を立案し、分析の手法についてはどんな方法がある
のかを学び、そこから得られる結果の予測を行う。このような基本
的なプロセスを自分のテーマをもとに考えていく。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     井口　佳晴）

作業療法領域において、テクノロジーを活用した実践報告を中心
に、情報収集を行う。情報収集により得られて知見を分野や場面な
どで分類していく。この過程の中で、どのようなテクノロジーが利
用されているのか、どのような領域で効果的に活用されているのか
を分析する。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     佐々木　清子）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、発達障害領域の「作業療法
研究基礎ゼミナールI」の学習を継続して行う。作業療法を科学的に
考察するために、発達障害領域の作業療法研究領域で主に用いられ
る研究手法について学習する。また様々な先行研究について、文献
検索による情報収集を行い、学生を主体とする文献抄読の演習を行
い、問題の解決に活用できる情報を収集できる能力を養う。これら
の学びを通し、研究テーマの適切な手法の選択や決定方法、研究計
画の立案、分析方法等研究の基本的なプロセスを学習する。また、
学生が研究テーマを構築できるように、学生間で意見交換をしなが
ら進めていく。

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     近野　智子）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ」の学習を継続して行う。作業療法を科学的に考察するた
めに必要な研究における基本的な理論を学習し、作業療法研究領域
で主に用いられる研究手法について学習する。本ゼミナールでは、
主に身体障害領域における様々な先行研究について文献検索、文献
抄読の演習を行い、ある問題の解決に活用するための情報を獲得
し、批判的に検討する能力を養う。また、演習授業を通して、研究
テーマの決定、情報収集、研究手法の選択、研究計画の立案、研究
実践及び分析方法等の研究の基本的なプロセスを学習することを目
標とする。学生が自ら興味のあるテーマを探索し、今後も研究テー
マを構築していけるように継続して指導を行う。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究基礎ゼミナー
ルⅡ

（     坂本　俊夫）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅡ」では、学生一人一人が見出した
「研究のタネ」を元に、これまで作業療法学科の学生として得た知
識を加え「研究テーマ」（研究できる形の命題）を決定することを
目指す。ゼミでは、まず学生一人一人が各自で「研究のタネ」に関
する資料（関連書籍や先行研究など）を収集することから始める。
収集した資料は、各自で要約とクリティカルレビューを行う。この
要約やクリティカルレビューはゼミ内で各自の発表を通して、グ
ループワークから他者の貴重な意見を得ることで、さらに複眼的に
捉えて自らの興味関心を洗練することを目指す。最終的に「研究
テーマ」（研究できる形の命題）を決定し、研究テーマの説明と研
究計画のガイドラインをまでを小論文として作成する。授業の最後
には、学生一人一人がこの小論文について発表する機会を通じて、
研究の実現に向けた学びとさらなる研究への情熱を培う場とする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールI・Ⅱ」から引き続いて、作業療法を科学的に考察するために
必要な研究方法について、より実践的に学習を進める。これまで継
続的に検討してきた学生自身の研究テーマの策定や研究の意義の検
討・確認、研究計画の立案、文献検索等の情報収集、データ収集、
結果の整理、統計学的手法やその他の方法による分析・考察等を演
習し、作業療法研究を実践する。この実践の学びを通して、統計学
的分析やその他の方法による分析により明らかに出来ることとその
限界、適切な分析方法の選択等を実践できる能力を養い、学生が科
学的な思考能力を身につけられるように授業を進める。最終的に
は、これらの演習を通して、研究計画書を作成し、研究手順を実際
に行い、作業療法研究を実践できることを目標とする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     里村　惠子）

「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」を基礎として、学生の希望
研究テ－マを深め、研究計画の立案のために、文献研究から着手す
る。研究方法の検討を経て、結果の処理を立案の上、研究計画を実
施する。専門職大学の特性を生かし、地域等のフィ－ルドを研究対
象にできるよう指導を行う。対象とする領域は作業療法の特に精神
科臨床領域、地域における精神科リハビリテ－ション、作業療法教
育、作業療法管理である。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     小林　毅）

本科目では、「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」で修得した研
究に関する基本的な考え方や方法を元に、学生自身が持つ「疑問」
を解決するために、PECO等の流れに沿って、考察までの過程を体
験、理解することを目的とする。
具体的には、学生自身のリサーチクエッションから解決に至る一連
のプロセスと計画を立案し、実験や調査等を行い、その結果をまと
めて考察する。質的・量的研究等については、学生がもつ疑問から
適切に研究を進めることができる方法を選択するが、作業療法に必
要な研究課題の設定とその解決の過程を理解することに重きを置
く。
なお、研究に関する倫理的配慮等についても、一連の過程を通じて
その必要性と方法について理解する。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     猪股　英輔）

高齢期の作業療法に関する卒業研究のテーマを決定する。次に学生
自身の研究疑問をもとに課題を見出し、これを解決するための研究
計画書を立案、作成する。
どの研究デザインにも共通する初期工程として、学生自身の研究
テーマに合わせた文献レビューにより、先行研究の成果と課題を導
けるように指導する。学生個々の課題解決手段に応じて、文献研
究、調査研究、実験研究などから研究デザインを選択できるように
指導し、一連の研究過程を理解する。
最終目標として、研究計画書の手順に従い、高齢期における作業療
法に関する研究を実践できるように指導する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     星　克司）

身体障害領域において、身体機能の回復を促すための様々な治療方
法、生活動作に応用する日常生活動作支援、工学的、生活環境に支
援する技術などに関して専門的知識として学んだこと、演習、見学
などで体験したことを整理する。そこで生まれた興味、疑問に関し
て、学生自身の研究テーマの策定に結び付くよう、文献等の情報収
集により得た知識、分析を行う。さらに障害のどのレベルをテーマ
とするかにより異なる研究手法の選択などを演習を通して実践能力
を身につける。自らの研究計画書を作成できるようにする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     齋藤　久恵）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ・Ⅱ」から引き続いて、作業療法を科学的に考察するため
に必要な研究方法について、より実践的に学習を進める。
本ゼミナールでは青年期の精神障害・発達障害領域における医療か
ら地域・福祉への連続した支援(退院促進支援・生活支援・就労支援
など）における作業療法の現状、その意義、今後の可能性などを検
討するために求められる研究テーマを学生自身が策定し、その研究
の意義の検討・確認・研究計画書の立案、文献検索等の情報収集、
データ収集、結果の整理、統計学的手法やその他の方法による分
析・考察等を演習し、作業療法研究を実践する。
この実践の学びを通して、統計学的分析、その他分析方法の選択、
その実践と限界、思考能力の向上を目指し、最終的には研究計画書
を作成し、研究手順に沿って研究を実践できることを目標とする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     秋元　美穂）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールI・Ⅱ」から引き続いて、作業療法を科学的に考察するために
必要な研究方法について、より実践的に学習を進める。これまで継
続的に検討してきた学生自身の研究テーマの策定や研究の意義の検
討・確認、研究計画の立案、文献検索等の情報収集、データ収集、
結果の整理、統計学的手法やその他の方法による分析・考察等を演
習し、作業療法研究を実践する。この実践の学びを通して、統計学
的分析やその他の方法による分析により明らかに出来ることとその
限界、適切な分析方法の選択等を実践できる能力を養い、学生が科
学的な思考能力を身につけられるように授業を進める。最終的に
は、これらの演習を通して、研究計画書を作成し、研究手順を実際
に行い、作業療法研究を実践できることを目標とする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     井口　佳晴）

これまで継続的に検討してきた学生自身の研究テーマの策定や研究
の意義の検討・確認、研究計画の立案、文献検索等の情報収集、
データ収集、結果の整理、統計学的手法やその他の方法による分
析・考察等を演習し、作業療法研究を実践する。この実践の学びを
通して、 作業療法領域にテクノロジー導入にする際の効果判定につ
いて分析できるように、学生が科学的な思考能力を身につけられる
ように学習を進める。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     佐々木　清子）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、発達障害領域の作業療法を
科学的に考察するために、必要な研究方法について、より実践的に
学習を進める。これまでの学生自身の研究テーマの策定や研究の意
義を検討・確認し、研究計画を立案する。その際、必要な文献検索
等の情報収集、研究データの収集、結果の整理、統計学的手法やそ
の他の方法による分析・考察等を演習し、発達障害領域の作業療法
研究を実践する。この実践を通して、明らかに出来ることとその限
界、適切な分析方法の選択等を実践できる能力を養い、学生が科学
的な思考能力を身につけられるように授業を進める。

総
合
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目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

総
合
科
目

7

8

10

11

16

29



授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     近野　智子）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、「作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ・Ⅱ」に引き続いてより実践的に学習を進める。これまで
継続的に探索してきた学生自身の研究テーマを定め、先行研究の検
索と情報収集を行い、研究計画書を作成し、研究方法の具体的な策
定を演習する。この学びを通して統計学的分析やその他の研究方法
による分析の適応と限界を理解し、適切な分析方法の選択を実践で
きる能力を養い、科学的な思考能力を身につけることを目標とす
る。演習では学生と教員によるディスカッションを通して、研究者
としての基本的態度と研究の実践をブラッシュアップできるように
する。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅠ

（     坂本　俊夫）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」において、坂本ゼミではこれま
で継続的に検討してきた学生自身の研究テーマの確定や研究の意義
の検討・確認からより実施可能な研究計画の策定を目指す。このた
め研究において求められるデータ収集法や統計学的分析手法および
考察の進め方などについて実践的に演習を進める。また必要に応じ
て各自の研究計画の適切性を確認するためにゼミ生を対象とした予
備研究の実施や関連する他領域の研究のクリティカルレビューにつ
いても含めることとする。最終的には、これらの演習を通して、研
究の背景から研究方法までを論文化し、ゼミ内での研究経過発表会
の機会を設け、進行状況や研究の方向性の再確認を進める。この取
り組みを通して、統計学的分析やその他の方法による分析により研
究の可能性とその限界の判断や適切な分析方法の選択などについて
学び、学生自身が科学的な思考能力を身につけられるようになるこ
とを目指す。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ」に引き続き、作業療法諸領域における課題を、科学的に
考察するために必要な研究方法について、より実践的に学習を進め
る。これまで継続的に検討してきた学生自身の研究テーマ・研究計
画書に沿って、その研究を実践し、結果の考察等を行い、論文を作
成し、発表を行う。これらの一連の研究過程の学びを通して課題解
決能力を高めるための思考過程とその手法を学ぶと共に、研究論文
として簡潔にまとめる知識及び効果的なプレゼンテーションの方法
を身につけ、さらに、自己の研究課程や結果だけでなく、他者の研
究内容を共有することで、幅広く知見を収集できることを目標とす
る。また、研究者として求められる倫理観や倫理的配慮に伴う適正
な手続きの方法についても学習する。
最終的に、学生が、本ゼミナールの学習を通して、卒業後も研究を
実践し、科学的な視点から課題解決にあたり、社会に貢献できる素
養を身につけることを期待する。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     里村　惠子）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ」に引き続き、作業療法諸領域における課題を、科学的に
考察するために必要な研究方法について、より実践的に学習を進め
る。これまで継続的に検討してきた学生自身の研究テーマ・研究計
画書に沿って、その研究を実践し、結果の考察等を行い、論文を作
成し、発表を行う。これらの一連の研究過程の学びを通して課題解
決能力を高めるための思考過程とその手法を学ぶと共に、研究論文
として簡潔にまとめる知識及び効果的なプレゼンテーションの方法
を身につけ、さらに、自己の研究課程や結果だけでなく、他者の研
究内容を共有することで、幅広く知見を収集できることを目標とす
る。また、研究者として求められる倫理観や倫理的配慮に伴う適正
な手続きの方法についても学習する。
最終的に、学生が、本ゼミナールの学習を通して、卒業後も研究を
実践し、科学的な視点から課題解決にあたり、社会に貢献できる素
養を身につけることを期待する。
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目

総
合
科
目
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合
科
目

総
合
科
目
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     小林　毅）

本科目では、「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」で修得した研究過
程の一連の過程を、いわゆる「論文」形式にまとめるとともに学会
発表等に準じて「発表する」ことを経験することを目的とする。
具体的には、他者に読んでもらうことを前提に研究論文の形式にま
とめ、発表のプレゼンテーションを作成し、プレゼンテーションを
実施することで「研究を発表する」という過程を経験する。
なお、研究論文にまとめる、発表プレゼンテーションを作成する過
程で生じる引用許諾等の手続きについても理解することで、卒業後
にも研究の一連の過程が実践できるようにする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     猪股　英輔）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」を継続し、高齢期の作業療法に
おける研究テーマについて、科学的な研究方法を用いた研究を進め
る。学生自身の研究テーマ・研究計画書に従い、研究を実践し、結
果の考察を行い、卒業論文を作成して発表まで行う。これらの一連
の研究過程を学び、実践することで課題解決能力を高めるための思
考過程とその手法を学習する。また、研究論文の作成では、論理的
な文章構成力や簡潔にまとめる知識及び効果的なプレゼンテーショ
ンの方法を身につける。さらに、他学生の研究内容を共有すること
で、幅広く知見を収集できることを目標とする。研究過程のなかで
は、ヒトを対象とする研究者として求められる倫理観や倫理的配慮
に関する手続きの方法についても学習する。
最終的な目標は、学生が、高齢期における作業療法研究の学習を通
して、卒業後も応用的に研究を実践し、科学的視点から課題解決に
あたり、社会に貢献できる素養を身につけられるようにすることで
ある。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     星　克司）

身体障害領域において、身体機能の回復を促すための様々な治療方
法、生活動作に応用する日常生活動作支援、工学的、生活環境に支
援する技術などに関して学生自らが検討し、策定した研究テーマに
関して、実践を行い、論文を作成する。その方法は卒業後、研究分
野だけでなく、日々の臨床の場でも日常活動の疑問を解決する手法
として役立つものとなることを目標とする。着眼点から結果につな
げるプロセス、デザイン、他の人に理解してもらえるまとめる力、
表現する力などを学習する。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     齋藤　久恵）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ」で学生自身が研究テーマとして策定した研究テーマ課題
について、科学的に考察するために必要な研究方法について、より
実践的に学習を進める。
青年期の精神障害・発達障害領域における医療から地域・福祉への
連続した支援(退院促進支援・生活支援・就労支援など）における作
業療法の現状、その意義、今後の可能性などを検討するために求め
られる研究テーマ・研究計画書に沿って、その研究を実践し、また
臨床実習・地域実習で自ら経験した事項も含めての結果から考察等
を行い、論文作成、発表を行う。
これら一連の経験を通して、研究過程の学び、問題解決能力を高め
るための思考過程とその手法、プレゼンテーションの方法を身につ
ける。また、研究に必要な倫理観や倫理的配慮、そして今後への問
題提起と、それらを科学的視点から問題解決でき、社会に貢献でき
る素養を身につけることを期待する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     秋元　美穂）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ」に引き続き、作業療法諸領域における課題を、科学的に
考察するために必要な研究方法について、より実践的に学習を進め
る。これまで継続的に検討してきた学生自身の研究テーマ・研究計
画書に沿って、その研究を実践し、結果の考察等を行い、論文を作
成し、発表を行う。これらの一連の研究過程の学びを通して課題解
決能力を高めるための思考過程とその手法を学ぶと共に、研究論文
として簡潔にまとめる知識及び効果的なプレゼンテーションの方法
を身につけ、さらに、自己の研究課程や結果だけでなく、他者の研
究内容を共有することで、幅広く知見を収集できることを目標とす
る。また、研究者として求められる倫理観や倫理的配慮に伴う適正
な手続きの方法についても学習する。
最終的に、学生が、本ゼミナールの学習を通して、卒業後も研究を
実践し、科学的な視点から課題解決にあたり、社会に貢献できる素
養を身につけることを期待する。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     井口　佳晴）

これまで継続的に検討してきた学生自身の研究テーマ・研究計画書
に沿って、その研究を実践し、結果の考察等を行い、論文を作成
し、発表を行う。これらの一連の研究過程の学びを通して課題解決
能力を高めるための思考過程とその手法を学ぶと共に、研究論文と
して簡潔にまとめる知識及び効果的なプレゼンテーションの方法を
身につけ、さらに、自己の研究課程や結果だけでなく、他者の研究
内容を共有することで、幅広く知見を収集できることを目標とす
る。研究過程の学びを通して、テクノロジーが作業療法に与える影
響を考察すると共に、効果検証の方法を明らかにする。さらに、作
業療法領域の中で、新たなテクノロジーの活用手段を提案すること
を目標とする。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     佐々木　清子）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、発達障害領域の作業療法に
おける課題を、科学的に考察するために必要な研究方法について、
より実践的に学習を進める。これまで継続的に検討してきた学生自
身の研究テーマ・研究計画書に沿って研究を実践し、結果の考察等
を行い、論文を作成し、発表を行う。これらの一連の研究過程の学
びを通して課題解決能力を高めるための思考過程とその手法を学ぶ
と共に、研究論文として簡潔にまとめる知識、わかりやすく伝える
プレゼンテーションの方法を身につける。さらに、自己の研究課程
や結果だけでなく、他者の研究内容を共有することで、幅広く知見
を収集できることを目標とする。また、研究者として求められる倫
理観や倫理的配慮に伴う適正な手続きの方法についても学習する。
最終的に、学生が、本ゼミナールの学習を通して、卒業後も研究を
実践し、科学的な視点から課題解決にあたり、社会に貢献できる素
養を身につけることを期待する。

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     近野　智子）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、「作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ」に引き続き、学生自身が定めた研究テーマ・研究計画書
に沿ってその研究を実践し、研究結果の考察を行い、その成果を論
文にまとめ、発表を行う。この一連の研究課程の実践的な学びを通
して、研究実践能力を高め、基本的な論文の書き方、効果的なプレ
ゼンテーションの方法を習得する。また、研究者が身につけるべき
倫理観や倫理的配慮に伴う適正な手続きの方法についても学習す
る。最終的に、学生が本ゼミナールの学習を通して、卒業後も作業
療法における課題解決のために研究を実践し、科学的に問題解決を
図るための素養を身につけることを期待する。
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授業科目の名称 講義等の内容 備考

別記様式第２号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

授 業 科 目 の 概 要

リハビリテーション学部　作業療法学科

科目
区分

作業療法研究卒業ゼミナー
ルⅡ

（     坂本　俊夫）

「作業療法研究卒業ゼミナールⅡ」は作業療法研究の集大成とし
て、研究論文の作成と公表の方法を実践的に学ぶ。研究成果（結
果）を複眼的視点から十分に分析し、考察においては学生が進めた
研究の成果として得られた新たな知見を論理的に考察を加え、実際
の作業療法の場に十分活用できうる視点をも含めた論文を目指す。
また研究の進行状況においては、各自の創出した新たな研究テーマ
への関連・継続の研究開始も視野に含めることも可能とする。さら
に研究の公表の機会に向けて効果的なプレゼンテーション資料の作
成と公表の方法を個々の論文を基に実践的に学ぶ。また公表の場で
は学生自身の発表の経験に留まらず、他者の研究成果を共有するこ
とで幅広い視点を学ぶ機会とする。本ゼミを通して、研究者として
卒業後も各自がそれぞれの立場で研究活動を継続できるように科学
的な視点を持った課題解決方略の定着と高い倫理観を身につけるこ
とを目指す。

総
合
科
目
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校地校舎等の図面 

１．都道府県内における位置関係の図面

東京保健医療専門職大学 

・大学本部の位置 東京都江東区塩浜２丁目２２番１０号

東京専門職大学を設置する江東区は、東京２３区の東部、隅田川と荒川に挟まれた

場所にあり、所在地の塩浜は、臨海部エリアに位置している。

東京都はもちろん、神奈川県・埼玉県・千葉県も通学圏内である。

東京保健医療専門職大学 

1

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E4%BA%AC%E9%83%BD
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%9A%85%E7%94%B0%E5%B7%9D
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%8D%92%E5%B7%9D_(%E9%96%A2%E6%9D%B1)


２．最寄駅からの距離や交通機関がわかる図面

・東京メトロ東西線「東陽町駅」２番出口から１.０km、徒歩１２分

・東京メトロ東西線「木場駅」 ２番出口から１.２km、徒歩１５分

(C)Yahoo 200 
 

東京保健医療専門職大学 

2



３．校舎、運動場等の配置図 
 
（１）校地校舎 
 

 
 

・校地面積  ６,７５７.５０㎡（・赤枠の部分、不算入用地なし） 
・校舎面積 １３,０５７.７１㎡（１３,５３７.３４㎡から講堂４７９.６３㎡を除く） 

本館  ７,３６９.３４㎡（・青枠の部分） 
別館  ５,６８８.３７㎡（・緑枠の部分） 

 
 
（２）体育館の代替施設 

体育実技等の授業はないが、学生の健康増進を目的とした体育館その他のスポーツ

施設として、運動室 141㎡を本館１階講堂横に設置し、学生に開放する。さらに代替措

置として、東京都江東区の全スポーツ施設と利用契約を締結し、大学公認団体が授業時

間外に課外活動を行う際の費用を補助金として交付する。 

なお、学生個人が利用する時は、大学が購入した利用券を事前に受け取り、課外活動

を行う。事後の場合は、領収書で精算することで経済的負担の軽減を図る。 
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東京保健医療専門職大学 

学則(案) 

目次 
第１節 総則 

第１条  目的 

第２条  自己点検・評価等 

第３条  情報の積極的な提供 

第２節 組織 

第４条  学部 

第５条  学部、学科の教育研究上の目的 

第６条  図書室 

第７条  附属施設 

第３節 職員組織 

第８条  教職員 

第９条  教員組織 

第１０条 事務局 

第４節 教授会、学科会議及び委員会 

第１１条 教授会 

第１２条 学科会議 

第１３条 委員会 

第５節 学年・学期及び休業日 

第１４条 学年 

第１５条 学期 

第１６条 １年間の授業期間 

第１７条 休業日 

第６節 修業年限及び在学年限 

第１８条 修業年限 

第１９条 在学年限 

第７節 入学 

第２０条 入学の時期 

第２１条 入学の資格 

第２２条 入学の出願 

第２３条 入学者の選考 

第２４条 入学手続き及び入学許可 

第２５条 編入学・転入学 

第２６条 再入学 

第８節 教育課程、単位及び履修方法等 

第２７条 教育課程 

第２８条 授業科目の区分 

第２９条 教育課程連携協議会 

第３０条 授業科目と単位数 

第３１条 授業の方法 

第３２条 単位計算方法 

第３３条 単位の認定、科目の修得及び評価 

第３４条 履修科目の登録の上限 

第３５条 成績の評価 

第３６条 履修方法 

第３７条 進級・留年 



第３８条 他の大学における授業科目の履修等 

第３９条 大学以外の教育施設等における学修 

第４０条 入学前の既修得単位の認定 

第４１条 本学以外での履修の許可 

第４２条 本学以外で修得した科目及び単位の取扱い 

第９節 休学、転学、留学、除籍及び退学 

第４３条 休学 

第４４条 休学期間 

第４５条 復学 

第４６条 転学 

第４７条 転学科 

第４８条 留学 

第４９条 退学 

第５０条 除籍 

第１０節 卒業及び学士の学位 

第５１条 卒業 

第５２条 学位 

第１１節 賞罰 

第５３条 表彰 

第５４条 懲戒 

第１２節 更生補導 

第５５条 学生指導 

第５６条 保健管理 

第１３節 施設利用 

第５７条 施設利用 

第１４節 委託生、研究生、聴講生、履修生等及び外国人留学生 

第５８条 委託生 

第５９条 研究生 

第６０条 聴講生 

第６１条 長期履修生 

第６２条 科目等履修生 

第６３条 社会人学生 

第６４条 外国人留学生 

第１５節 入学検定料、入学納付金及び授業料等 

第６５条 入学検定料、入学納付金 

第６６条 授業料等の納付 

第６７条 休学期間中の授業料等 

第６８条 留年・復学等の授業料 

第６９条 退学等の場合の授業料 

第７０条 委託生、研究生、聴講生、長期履修生及び科目等履修生の授業料等の納付金 

第７１条 返還 

第１６節 受託研究及び共同研究 

第７２条 受託研究及び共同研究 

第１７節 公開講座及び各種講習会等 

第７３条 公開講座、各種講習会等 

第１８節 雑則 

第７４条 規程の改廃 

第７５条 雑則 

附則 



東京保健医療専門職大学（仮称） 

 学則(案) 
第１節 総則 

（目的） 

第１条 東京保健医療専門職大学（以下「本学」という。）は、教育基本法及び学校教

育法に則り、敬心学園の理念「他人を敬い、自らを律し、人々の心をもっとも大切

にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創造する」の下、「健常者・障がい者、若

年者・高齢者など多様な人々が『共生できる社会の実現と発展』を目指す」を建学

の精神に掲げ、実践的かつ高度な保健医療の理論と技術を教授研究し、豊かな人間

性を備えた「共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」となる専門職人材を

養成し、保健医療分野の発展に貢献することを目的とする。 

２ 本学の所在地を東京都江東区塩浜２丁目２２番１０号に置く。 

（自己点検・評価等） 

第２条 本学は、その教育研究の向上を図り、前条の目的を達成するため、教育研究

活動等の状況について自己点検及び評価（以下「自己点検評価」という。）を行い、

その結果を公表するものとする。 

２ 自己点検評価を行うため、本学に自己点検評価委員会を置く。 

３ 自己点検評価委員会に関する事項は、別に定める。 

（情報の積極的な提供） 

第３条 本学は、教育研究活動等の状況についてホームページ及び刊行物への掲載並

びにそのほかの方法により、積極的に情報公開する。 

２ 前項の情報公開に関する事項は、別に定める。 

第２節 組織 

（学部） 

第４条 本学において設置する学部、学科及び定員は、次のとおりとする。 

学部 学科 入学定員 収容定員 

リハビリテーション学部
理学療法学科 ８０人 ３２０人 

作業療法学科 ８０人 ３２０人 

合計 １６０人 ６４０人 

（学部、学科の教育研究上の目的） 

第５条 前条の学部、学科の教育研究上の目的は、次のとおりとする。 

（１）リハビリテーション学部

リハビリテーション学部は、保健医療の専門職業人として高い専門知識と技術

を涵養すると共に、多様な生活者のＱＯＬ（Quality of life、生活の質）の維持・

向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対する課題解決力
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と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の実現に貢献する理学療法

士、作業療法士を養成することを目的とする。 

（２）理学療法学科 

理学療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障害のある人

に基本的動作能力を獲得させ、多様な生活者のＱＯＬ（Quality of life、生活の

質）の維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対す

る課題解決力と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の実現に貢献

する理学療法士を養成することを目的とする。 

（３）作業療法学科 

作業療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障害のある人

に応用的動作能力を又は精神に障害のある人に社会的適応能力を獲得させ、多様

な生活者のＱＯＬ（Quality of life、生活の質）の維持・向上に関する知見を身

に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジ

メントの知識を養い、共生社会の実現に貢献する作業療法士を養成することを目

的とする。 

（図書室） 

第６条 本学に、図書室を置く。 

２ 図書室に関する事項は、別に定める。 

（附属施設） 

第７条 本学に、情報教育、臨床教育等の教育研究に関する施設を置くことができる。 

 

第３節 教職員組織 

（教職員） 

第８条 本学に、学長、教授、准教授、講師、助教、助手、事務職員、技術職員及び

そのほか必要な教職員を置く。 

２ 本学に必要に応じて副学長を置くことができる。 

３ 本学に必要に応じて特任教授等を置くことができる。 

（教員組織） 

第９条 学部に学部長、学科に学科長を置く。 

２ 学部に副学部長、学科に副学科長を置くことができる。 

３ 図書室に図書室長を置く。 

（事務局） 

第１０条 本学に事務局を置く。 

２ 事務局の事務を統括し、職員を指揮監督するため、事務局長を置くことができる。 

３ 事務局に関する事項は、別に定める。 
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第４節 教授会、学科会議及び委員会 

（教授会） 

第１１条 本学の教育研究に関する重要事項を審議するため、教授会を置く。 

２ 教授会は、専任教授をもって構成する。ただし、学長が必要と認めたときは、専

任教職員を加えることができる。 

３ 組織・運営等に関する事項は、別に定める。 

（学科会議） 

第１２条 教授会に付議する審議事項について連絡調整及び協議するため、学部に学

科会議を設ける。 

２ 学科会議は、当該学科に所属する専任教員をもって構成する。 

３ 学科会議の組織・運営等に関する事項は、別に定める。 

（委員会） 

第１３条 本学に、教育研究、学務等の円滑な運営を図り、学長に意見を具申し、ま

た諮問に応じて審議する機関として、必要に応じて委員会を置くことができる。 

２ 委員会に関する事項は、別に定める。 

 

第５節 学年・学期及び休業日 

（学年） 

第１４条 学年は、４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。 

（学期） 

第１５条 学年を次の２学期に分ける。 

前期  ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

２ 学長は、必要があると認めたときに前項の期間を変更することができる。 

（１年間の授業期間） 

第１６条 １年間の授業期間は、定期試験等の日数を含め、３５週を原則とする。 

（休業日） 

第１７条 休業日は、次のとおりとする。 

（１）日曜日 

（２）国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

（３）敬心学園創立記念日 １０月１日 

（４）春期休業、夏期休業、冬期休業 

（５）第４号の休業日は、当該年度が始まる前に学長が定める。 

２ 学長は、必要に応じ前項各号の休業日を変更し、又は休業日に授業を行い、若し

くは臨時に休業日を定めることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、学長が必要と認めたときは、休業期間中に授業、実
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習等を行うことがある。 

 

第６節 修業年限及び在学年限 

（修業年限） 

第１８条 本学の標準修業年限は、４年とする。 

（在学年限） 

第１９条 学生は、原則８年を超えて在学することができない。ただし、再入学及び

転学科した学生は、その者の在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学す

ることはできない。 

２ 第６１条に定める長期履修生の在学年限も前項と同様とする。ただし、やむを得

ない事由により、学長が許可した期間の年数を加えることができる。 

３ 長期の履修を希望する者で８年を超えて在学をする場合は、教授会の議を経て、

学長が許可する。 

 

第７節 入学 

（入学の時期） 

第２０条 入学の時期は、学年の始めとする。 

（入学の資格） 

第２１条 入学できる者は、次の各号に該当する者とする｡ 

（１）高等学校を卒業した者又は中等教育学校を卒業した者 

（２）通常の課程による１２年の学校教育を修了した者又はこれに準ずる者で、文部

科学大臣の認定した者 

（３）外国において学校教育による１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で、

文部科学大臣の指定した者 

（４）文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有するものとして指定した在

外教育施設の当該課程を修了した者 

（５）高等学校卒業程度認定試験規則による高等学校卒業程度認定試験に合格した者

（旧規程による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

（６）相当の年齢に達し、高等学校を卒業した者と同等以上の学力があると本学が認

めた者 

（７）専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が

定める基準を満たす者に限る。）で文部科学大臣が別に指定する者を文部科学大臣

が定める日以降に修了した者 

（８）文部科学大臣の指定した者 

（入学の出願） 

第２２条 入学を志願する者は、入学願書に所定の入学検定料及び別に定める書類を

添えて、指定期日までに本学に願い出なければならない。 
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（入学者の選考） 

第２３条 入学者の選考は、実務経験を有する者やその他の入学者の多様性の確保に

配慮した選考を行うものとする。 

２ 選考の方法は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとし、

学力試験、その他の方法による。 

３ 合格者の決定は、教授会の議を経て、学長が行う。 

（入学手続き及び入学許可） 

第２４条 前条の選考に合格した者は、指定された期日までに、入学金、授業料、そ

のほかの学納金に保証人連署の誓約書等所定の書類を添えて、入学手続きを完了し

なければならない。 

２ 学長は、前項の入学手続きを完了した者について、入学を許可する。 

（編入学・転入学） 

第２５条 編入学又は転入学を希望する者に対して、欠員のある場合に限り、試験を

行い、選考の上教授会の議を経て、学長が相当年次に入学を許可することがある。 

２ 第１項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取

扱い並びに在学すべき年数については、教授会の議を経て、学長が定める。 

３ 編入学・転入学に関する事項は、別に定める。 

（再入学） 

第２６条 本学を退学した者又は除籍された者が、元の学部・学科・年次に再入学を

希望する場合は、欠員のある場合に限り選考の上、学長が許可することがある。 

２ 第５４条に規定する懲戒処分により退学した者は、再入学することができない。 

３ 第１項の規定により入学を許可された者の既に履修した授業科目及び単位数の取

扱い並びに在学すべき年数については、教授会の議を経て、学長が定める。 

４ 再入学に関する事項は、別に定める。 

 

第８節 教育課程、単位及び履修方法等 

（教育課程） 

第２７条 本学は、学部、学科の教育研究上の目的を達成するために必要な授業科目

を、産業界及び地域社会と連携しつつ、自ら開設し、体系的に教育課程を編成する。 

（授業科目の区分） 

第２８条 次に掲げる授業科目を開設する。 

（１）基礎科目（生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図る

ために必要な能力を育成するための授業科目） 

（２）職業専門科目（専攻に係る特定の職業において必要とされる理論的かつ実践的

な能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するための授業科目） 

（３）展開科目（専攻に係る特定の職業の分野に関連する分野における応用的な能力

であって、当該職業の分野において創造的な役割を果たすために必要なものを育
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成するための授業科目） 

（４）総合科目（修得した知識及び技能等を総合し、専門性が求められる職業を担う

ための実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるための授業科目） 

２ 各授業科目を必修科目、選択科目及び自由科目に分け、これを、各学年次に配当

して編成するものとする。 

（教育課程連携協議会） 

第２９条 産業界及び地域社会との連携により、教育課程を編成し、円滑かつ効果的

に実施するため、教育課程連携協議会を設けるものとする。 

２ 教育課程連携協議会に関する事項は、別に定める。 

（授業科目と単位数） 

第３０条 授業科目の名称及び単位数は、学科ごとに別表１「教育課程」のとおりと

する。 

（授業の方法） 

第３１条 授業は、講義、演習、実験・実習もしくは実技のいずれかにより又はこれ

らの併用により行う。 

２ 前項の授業を多様なメディアを使用して、当該授業を行う教室等以外の場所で履

修させることがある。 

（単位計算方法） 

第３２条 授業科目の単位計算方法は、次の基準による。 

（１）講義及び演習については、１５時間から３０時間の授業をもって１単位とする。 

（２）実験・実習及び実技等については、３０時間から４５時間をもって１単位とす

る。 

（３）臨地実務実習については、それぞれ４５時間をもって、１単位とする。 

（４）卒業論文、卒業研究等の授業科目には、単位を授与する。単位数は学科ごとに、

別に定める。 

（単位の認定、科目の修得及び評価） 

第３３条 授業科目を履修し、その試験又は論文等の審査に合格した者には、所定の

単位を与える。 

２ 各授業科目について、授業時間数の３分の１以上欠席した者は、当該科目の単位

を取得することができない。 

３ 授業料そのほかの学納金未納の者は、試験を受けることはできない。 

４ 定期試験に関する事項は、別に定める。 

（履修科目の登録の上限） 

第３４条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため、卒業の要件とし

て修得すべき単位数について、学生が１年間又は１学期に履修科目として登録する

ことができる単位数の上限を定めるものとする。 

２ 所定の単位を優れた成績をもって修得した学生については、前項に規定する単位
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数を超えて履修科目の登録を認めることができる。 

３ 各学科共通し、年間に登録できる履修科目の上限を４８単位とする。 

（成績の評価） 

第３５条 成績の評価は次のとおりとし、Ｓ・Ａ・Ｂ・Ｃを合格、Ｄを不合格とする。 

成績評価 

（点数） 

Ｓ 

（100～90） 

Ａ 

（89～80） 

Ｂ 

（79～70） 

Ｃ 

（69～60） 

Ｄ 

（59～0） 

２ それぞれの評価に対して、別に定めるところによりＧＰ（Grade Point）を与える。

学業結果を総合的に判断する指標として、総合平均点、すなわちＧＰＡ（Grade Point 

Average）を用いる。 

（履修方法） 

第３６条 学生は、本学に定められた期間在学し、各学科所定の授業科目を履修しな

ければならない。 

２ 前項の履修方法については、別に定める。 

（進級・留年） 

第３７条 理学療法学科及び作業療法学科の進級・留年に関する事項は、別に定める。 

（他の大学における授業科目の履修等） 

第３８条 教育研究上有益と認めるときは、学生がほかの大学又は短期大学において

履修した授業科目について修得した単位を、本学における授業科目の履修により修

得したものと認定することができる。 

２ 前項により認定できる単位数は、６０単位を超えないこととする。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第３９条 教育研究上有益と認めるときは、短期大学又は高等専門学校の専攻科にお

ける学修そのほか文部科学大臣が別に定める学修を、本学における授業科目の履修

により修得したものと認定することができる。 

２ 前項により認定できる単位数は、前条により、本学において修得したものと認定

する単位数とあわせて６０単位を超えないこととする。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第４０条 教育研究上有益と認めるときは、学生が入学前に大学又は短期大学におい

て修得した単位（科目履修生として修得した単位を含む。）を、本学における授業科

目の履修により修得したものと認定することができる。 

２ 教育研究上有益と認めるときは、学生が本学に入学する前に行った前条第１項に

規定する学修を、本学における授業科目の履修とみなし、単位を与えることができ

る。 

３ 本学に入学する前に専門性が求められる職業に係る実務の経験を通じ、当該職業

を担うための実践的な能力を修得している場合において、教育研究上有益と認めら

れるときは、文部科学大臣が別に定めるところにより、当該実践的な能力の修得を

授業科目の修得とみなし、３０単位を超えない範囲で単位を認定することができる。 

7



４ 前３項により認定できる単位数は編入学、転学等の場合を除き、本学において修

得した単位以外のものについては、６０単位を超えないこととする。 

（本学以外での履修の許可） 

第４１条 学生が第３８条又は第３９条により本学以外において授業科目の履修を希

望するときは、学長の許可を得なければならない。 

（本学以外で修得した科目及び単位の取扱い） 

第４２条 本学以外において修得した科目及び単位の取扱いについては、別に定 

める。 

 

第９節 休学、転学、留学、除籍及び退学 

（休学） 

第４３条 疾病そのほかやむを得ない事由により、引き続き２か月以上修学できない

見込みの者は、所定の手続きにより、学長の許可を得て休学することができる。 

２ 疾病のため修学することが適当でないと認められる者については、学長は休学を

命ずることができる。 

（休学期間） 

第４４条 休学の期間は、１年を超えることができない。ただし、やむを得ない事由

があるときは、許可を得て更に１年以内に限り、期間を延長することができる｡ 

２ 休学の期間は、通算して、４年を超えることはできない。 

３ 休学の期間は、第１９条の在学年限に算入しない。 

４ 休学期間中にその理由が消滅した場合は、所定の手続きにより、学長の許可を得

て復学することができる。 

（復学） 

第４５条 休学した者が、休学期間を満了したとき、又は休学期間中にその理由が消

滅したときは、所定の手続により、学長の許可を得て復学することができる。 

２ 復学する場合の授業料等は、別に定める。 

（転学） 

第４６条 本学からほかの大学へ転学しようとする者は、所定の手続きにより、学長

に願い出て許可を受けなければならない。 

（転学科） 

第４７条 学部内の学科に転籍を希望する者があるときは、欠員のある場合に限り選

考の上、教授会の議を経て、学長が許可する。 

（留学） 

第４８条 外国の大学又は短期大学で学修することを志願する者は、学長の許可を得

て留学することができる。 

２ 前項の許可を得て留学した期間は、第１９条に定める在学年限に含めることがで
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きる。 

３ 第１項の規定による留学により修得した単位の取り扱いについては、学長が定め

る。 

（退学） 

第４９条 退学しようとする者は、その事由を付して、保証人連署の上、所定の様式

により学長に願い出て、許可を受けなければならない。 

（除籍） 

第５０条 次の各号の一に該当する者は、教授会の議を経て、学長が除籍する。 

（１）学納金の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

（２）第１９条に定める在学年限を超えた者 

（３）死亡または長期間にわたり行方不明の者 

（４）第４４条第２項に定める休学の期間を超えてもなお修学できない者 

 

第１０節 卒業及び学士の学位 

（卒業） 

第５１条 本学に４年以上在学し、別表１「教育課程」に定める単位を修得した者に

ついて、教授会の議を経て、学長が卒業を認定する。 

２ 学長は、卒業を認定した者に対して、相当の学位を授与する。 

（学位） 

第５２条 授与する学位は、次の区分による。 

（１）理学療法学科  理学療法学士（専門職） 

（２）作業療法学科  作業療法学士（専門職） 

２ 学位の取り扱いに関する事項は、別に定める。 

 

第１１節 賞罰 

（表彰） 

第５３条 学生として表彰に値する行為があった者には、教授会の議を経て、学長が

表彰することができる。 

（懲戒） 

第５４条 本学の諸規程に違反し、若しくは秩序を乱し、又は学生の本分に反する行

為をした者は、教授会の議を経て、学長が懲戒を行う。 

２ 懲戒は、情状により譴責、戒告、停学及び退学とする。 

３ 前項の退学は、次の各号の一に該当する者に対して行う。 

（１）素行不良で改善の見込みがないと認められる者 

（２）学業劣等で成業の見込みがないと認められる者 

（３）正当の理由なく出席が常でない者 

（４）本学の秩序を乱し、そのほか学生としての本分に著しく反した者 
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４ 停学期間は、在学年限に算入する。 

 

第１２節 厚生補導 

（学生指導） 

第５５条 本学は、学生の福利厚生並びに学生生活全般の指導の適切かつ円滑な実施

を図るものとする。 

（保健管理） 

第５６条 本学に保健室を置き、学生の保健管理を行う。 

 

第１３節 施設利用 

（施設利用） 

第５７条 本学の施設は、本学の学生及び教職員が使用できる。ただし、本学の運営

に支障のない限りにおいて、一般市民の利用に供することができる。 

 

第１４節 委託生、研究生、聴講生、履修生等及び外国人留学生 

（委託生） 

第５８条 公共機関及びその他の機関から、その所属職員の研修について委託の願い

があるときは、教育及び研究に妨げのない限り、教授会による選考の上、学長が委

託生として受入を許可する。 

２ 委託生の選考そのほかの事項は、別に定める。 

（研究生） 

第５９条 本学において、特定の課題について研究することを志願する者があるとき

は、学部の教育研究に支障のない限り、選考の上、研究生として入学を許可するこ

とがある。 

２ 研究生を志願することのできる者は、大学を卒業した者、又はこれと同等以上の

学力があると認められた者とする。 

３ 研究期間は、１年とする。ただし、特別の理由がある場合は、その期間を更新す

ることができる。 

４ 研究生に関する事項は、別に定める。 

（聴講生） 

第６０条 本学において特定の授業科目を聴講することを志願する者があるときは、

本学の教育に支障のない場合に限り、選考の上、聴講生として入学を許可すること

がある。 

２ 聴講生は学期ごとに許可する。 

３ 聴講生に関する事項は、別に定める。 
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（長期履修生） 

第６１条 本学において職業を有している等の事由のため、予め修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業する旨の申し出があったときは、

長期履修生として、その計画的な履修を認めることができる。 

２ 長期履修生に関する事項は、別に定める。 

（科目等履修生） 

第６２条 本学の学生以外の者で、本学において一又は複数の授業科目の履修を志願

する者があるときは、教育に支障がない場合に限り、選考の上、科目等履修生とし

て、入学を許可することがある。 

２ 前項の科目等履修生に対し単位を与えることができる。 

３ 科目等履修生に対する単位の授与については、第３３条の規定を準用する｡ 

４ 科目等履修生に関する事項は、別に定める。 

（社会人学生） 

第６３条 学長は、社会人で本学に入学することを志望する者があるときは、選考の

上、社会人学生として入学を許可することができる。 

２ 社会人学生に関する事項は、別に定める。 

（外国人留学生） 

第６４条 外国人で本学に入学を志願する者があるときは、選考の上、留学生として

入学を許可する。 

２ 外国人留学生に関する事項は、別に定める。 

 

第１５節 入学検定料、入学納付金及び授業料等 

（入学検定料、入学納付金） 

第６５条 入学検定料及び入学納付金は、別表２のとおりとする。 

（授業料等の納付） 

第６６条 授業料等は、所定の期限までに納付しなければならない。 

（休学期間中の授業料等） 

第６７条 休学期間中の授業料等は、別に定める。 

（留年・復学等の授業料） 

第６８条 留年・復学等の授業料等は、別に定める。 

（退学等の場合の授業料） 

第６９条 学年の中途において退学、転学、除籍又は停学若しくは退学を命ぜられた

者もその学年の授業料等の納付金を納めなければならない。 
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（委託生、研究生、聴講生、長期履修生及び科目等履修生の授業料等の納付金） 

第７０条 委託生、研究生、聴講生、長期履修生及び科目等履修生の検定料、入学納

付金及び授業料等納付金は、別に定める。 

（返還） 

第７１条 納付した検定料、入学納付金及び授業料等納付金は、原則として返還しな

い｡ 

 

第１６節 受託研究及び共同研究 

（受託研究及び共同研究） 

第７２条 本学の学術研究に資するため、受託研究及び共同研究を行うことができる。 

２ 受託研究及び共同研究に関する事項は、別に定める。 

 

第１７節 公開講座及び各種講習会等 

（公開講座、各種講習会等） 

第７３条 本学は、学生及び地域の文化向上に資することを目的に、公開講座、各種

講習会等を行うことができる。 

 

第１８節 雑則 

（規程の改廃） 

第７４条 この学則の改廃は、規程管理規程第１０条（規程改定の手続）及び第１１

条（規程の廃止）により、運営会議の議を経て、理事会の決議による。 

（雑則） 

第７５条 この規程で定めるもののほか、運用上必要な事項は、細則等で別に定める。 

２ 前項の運用細則を定めた場合は、速やかに教授会に報告するものとする。 

 

附則 

この学則は、令和２年４月１日から施行する。 
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別表１（第３０条、第５１条関係）

リハビリテーション学部　理学療法学科

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

1前 1 〇

1前 2 ○

1前 2 ○

1前 1 ○

観光学 2前 2 ○

1前 1 ○

音楽文化論 1前・後 2 ○

1前・後 2 ○

1前・後 1 ○

1前 1 ○

1後 1 ○

リーダーシップ論 1前 1 ○

社会人基礎力 1前・後 1 ○

コミュニケーション論 1前・2前 2 ○

2前・後 2 ○

スポーツボランティアⅠ 1前・後 2 ○

スポーツボランティアⅡ 2前・後 1 ○

地域ボランティア論 1前・後 2 ○

1前・後 2 ○

建築・まちづくり 1前 2 ○

統計学序論 1前 2 ○

1後 2 ○

生物学 1前 2 ○

物理学 1後 2 ○

情報リテラシー 1前・後 1 ○

2前 1 ○

健康科学 1前・後 2 ○

食と健康 1前・後 1 ○

化学 1前・後 2 ○

－ 16 30 0

1前 1 ○

解剖学Ⅱ 1後 1 ○

1後 1 ○

1前 1 ○

生理学Ⅱ 1後 1 ○

生理学実習 1後 1 ○

運動学Ⅰ 1後 1 ○

運動学Ⅱ 2通 2 ○

運動学実習 2後 1 ○

運動生理学 2前 1 ○

人間発達学 1後 1 ○

3前 1 ○

臨床心理学 1後 1 ○

3前 2 ○

2前 2 ○

2前 2 ○

小児科学 3後 1 ○

内科学 2後 2 ○

3後 2 ○

救急救命の基礎 2後 1 ○

薬理学 3前 1 ○

栄養学 1後 1 ○

1前 1 ○

リハビリテーション概論 1前 1 ○

公衆衛生学 3前 1 ○

1前 1 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 ○

地域共生のための連携活動Ⅱ 4後 1 ○

予防理学療法 3前 2 ○

リハビリテーション医療工学 3後 1 ○

組織

②
職
業
専
門
科
目

人体の構造と
機能及び

心身の発達

解剖学Ⅰ

解剖学実習

生理学Ⅰ

リハビリテーション医学

精神医学

整形外科学
疾病と障害の
成り立ち及び
回復過程の

促進
老年医学

保健医療福祉
とリハビリ

テーションの
理念

ICT概論

小計（29科目） －

地域福祉論

病理学

神経内科学

経営学

実務英会話

国際協力論

統計学

地域防災

教 育 課 程

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態

①
基
礎
科
目

社会

地域・ボラン
ティア

科学

敬心における共生論

法学

社会学

チームワーク概論

職業倫理

心理学

国際関係論
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リハビリテーション学部　理学療法学科

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態

基礎理学療法概論 1前 1 ○

理学療法研究法 3前 1 ○

1後 1 ○

2前 1 ○

理学療法管理学Ⅱ 3後 1 ○

基礎理学療法評価学 1後 2 ○

基礎理学療法評価学実習 1後 1 ○

運動器理学療法評価学 2前 2 ○

運動器理学療法評価学実習 2前 1 ○

神経理学療法評価学 2前 2 ○

神経理学療法評価学実習 2前 1 ○

内部障害理学療法評価学 3前 2 ○

内部障害理学療法評価学実習 3前 1 ○

物理療法学 3後 2 ○

物理療法学実習 3後 1 ○

義肢装具学 3前 2 ○

義肢装具学実習 3前 1 ○

日常生活活動学 2後 2 ○

日常生活活動学実習 2後 1 ○

運動器理学療法学 2後 2 ○

運動器理学療法学実習 2後 1 ○

神経理学療法学 2後 2 ○

神経理学療法学実習 2後 1 ○

内部障害理学療法学 3後 2 ○

内部障害理学療法学実習 3後 1 ○

小児理学療法学 3後 2 ○

高齢者理学療法学 3前 2 ○

3通 2 ○

健康寿命の延伸 3後 1 ○

在宅医療・介護の推進 3後 1 ○

アスレティックリハビリテーション 3後 1 ○

生活環境学 3前 1 ○

地域連携学 3前 1 ○

地域理学療法学 3後 1 ○

被災支援と理学療法 3前 2 ○

見学実習 1後 1 臨

検査・測定実習 2後 2 臨

評価実習 4前 8 臨

総合実習 4前 8 臨

地域実習 4後 1 臨

－ 101 6 0

②
職
業
専
門
科
目

－

理学療法
管理学

地域理学
療法学

理学療法
評価学

スポーツ理学療法学実習

理学療法
治療学

基礎理学
療法学

運動療法学総論

臨床実習

小計（70科目）

理学療法管理学Ⅰ
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リハビリテーション学部　理学療法学科

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

科目
区分

授業科目の名称 配当年次

単位数 授業形態

共生社会の展開と実践 3後 1 〇

－ 1 0 0

共生福祉論 1後 2 ○

身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 ○

身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 ○

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ 2後 2 ○

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ 3前 1 ○

2後 2 ○

3前 1 ○

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 ○

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 ○

2後 2 ○

3前 1 ○

－ 5 12 0

1後 2 ○

1後 2 ○

2前 2 ○

保健医療経営Ⅰ 2後 2 ○

3前 1 ○

1後 1 ○

実務リーダーのための財務会計Ⅱ 2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

在宅サービスの事業経営 2後 1 ○

3後 2 ○

総合事業開発 4後 1 ○

－ 8 9 0

小計（24科目） － 14 21 0 －

理学療法研究基礎ゼミナールⅠ 3前 1 ○

理学療法研究基礎ゼミナールⅡ 3後 1 ○

理学療法研究卒業セミナールⅠ 4前 1 ○

理学療法研究卒業ゼミナールⅡ 4後 1 ○

小計（4科目） 4 0 0

－ 135 57 0

 4.総合科目：必修4単位

　 うち、臨地実務実習から20単位以上

 以上、基礎科目20単位、職業専門科目101単位、展開科目20単位、総合科目4単位、合計145単位

保健衛生学関係（リハビリテーション関係）

卒業要件及び履修方法

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ

－

理学療法学士（専門職） 学位又は学科の分野

合計（127科目） －

事業計画策定概論

③
展
開
科
目

手話による聴覚障害者とのコミュニケー
ションⅠ

 3.展開科目：必修14単位、選択6単位以上

 5.実験・実習科目から40単位以上

 2.職業専門科目：必修101単位

実務リーダーのための財務会計Ⅰ

ビジネスのための法律

学位又は称号

 1.基礎科目：必修16単位　選択4単位以上　　

④
総
合
科
目

組織・人材マネジメントの理論と実践

保健医療経営Ⅱ

実務リーダーのための経営戦略論

実践マーケティング戦略

－

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

ビジネスのためのIT

小計（12科目）

小計（11科目） －

手話による聴覚障害者とのコミュニケー
ションⅡ

隣接他分野の選択科目のうち「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ」、「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ」の2科目3単位ま
たは「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ」、「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ」の2科目3単位のいずれかを必ず
履修し、3単位を修得すること。

隣
接
他
分
野

小計（1科目） －
統合分野
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リハビリテーション学部　作業療法学科

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

敬心における共生論 1前 1 ○

1前 2 ○

1前 2 ○

1後 1 ○

観光学 2前 2 ○

1前 1 ○

音楽文化論 1前・後 2 ○

1前・後 2 ○

1前・後 1 ○

1前 1 ○

1後 1 ○

1前 1 ○

社会人基礎力 1前・後 1 ○

コミュニケーション論 1前・2前 2 ○

2前・後 2 ○

1前・後 2 ○

2前・後 1 ○

1前・後 2 ○

1前・後 2 ○

1前 2 ○

統計学序論 1前 2 〇

1後 2 ○

生物学 1前 2 ○

物理学 1後 2 ○

情報リテラシー 1前・後 1 ○

2前 1 ○

健康科学 1前・後 2 ○

食と健康 1前・後 1 ○

化学 1前・後 2 ○

－ 16 30 0

解剖学Ⅰ 1前 1 ○

解剖学Ⅱ 1後 1 ○

解剖学実習 1後 1 ○

機能解剖学 2前 1 ○

生理学Ⅰ 1前 1 ○

生理学Ⅱ 1後 1 ○

生理学実習 2前 1 ○

運動学Ⅰ 1後 1 ○

運動学Ⅱ 2前 1 ○

2後 1 ○

運動生理学 2後 1 ○

人間発達学 1後 1 ○

病理学 2前 1 ○

臨床心理学 1後 2 ○

精神医学 2後 2 ○

整形外科学 2前 2 ○

神経内科学 2後 2 ○

小児科学 3前 2 ○

内科学 2前 2 ○

老年医学 3前 2 ○

救急救命の基礎 2後 1 ○

薬理学 3前 1 ○

栄養学 1後 1 ○

リハビリテーション医学 3前 1 ○

リハビリテーション概論 1後 1 ○

公衆衛生学 3後 1 ○

地域福祉論 1後 1 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 ○

4後 1 ○

人体の構造と
機能及び

心身の発達

保健医療福祉
とリハビリ

テーションの
理念

授業科目の名称

①
基
礎
科
目

社会

組織

地域・ボラン
ティア

科学

疾病と障害の
成り立ち及び
回復過程の促

進

小計（29科目） －

②
職
業
専
門
科
目

心理学

国際関係論

地域ボランティア論

国際協力論

実務英会話

法学

経営学

科目
区分

配当年次

単位数 授業形態

社会学

職業倫理

チームワーク概論

リーダーシップ論

地域防災

スポーツボランティアⅠ

スポーツボランティアⅡ

ICT概論

地域共生のための連携活動Ⅱ

運動学実習

建築・まちづくり

統計学
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リハビリテーション学部　作業療法学科

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

授業科目の名称
科目
区分

配当年次

単位数 授業形態

作業療法学概論 1前 1 ○

2前 1 ○

基礎作業学演習Ⅰ 1前 1 ○

1後 1 ○

作業療法管理学Ⅰ 1前 1 ○

作業療法管理学Ⅱ 4後 1 ○

作業療法評価学概論 1後 1 ○

身体機能作業療法評価学 2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

高齢期作業療法評価学 2前 1 ○

高次脳機能作業療法評価学 2後 1 ○

日常生活活動作業療法評価学 2後 1 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

3前 1 〇

3後 1 〇

3前 1 〇

3後 1 〇

3前 1 ○

3後 1 ○

3前 1 ○

発達障害作業療法治療学実習 3後 1 ○

高齢期作業療法治療学 3前 1 ○

高齢期作業療法治療学実習 3後 1 ○

3前 1 ○

高次脳機能作業療法治療学実習 3後 1 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

3前 1 ○

日常生活活動支援治療学実習 3後 1 ○

健康寿命の延伸 3後 1 ○

在宅医療・介護の推進 3後 1 ○

生活行為を支援するための環境整備 3後 1 ○

緩和ケアと作業療法 3後 1 ○

3前 1 ○

3後 1 ○

3後 1 ○

地域作業療法学実習 4後 1 ○

障害児教育と作業療法 3前 1 ○

発達・精神障害に対する社会生活力と作業療法 3前 1 ○

1前 1 臨

1前 1 臨

2後 3 臨

2後 2 臨

4前 9 臨

4前 9 臨

地域実習 4後 2 臨

－ 101 4 0

地域作業
療法学

発達障害作業療法評価学

作業療法
治療学

身体機能作業療法治療学Ⅰ

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ

身体機能作業療法治療学Ⅱ

地域作業療法学

就労支援論

生活環境学

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ

作業療法学各論

基礎作業学演習Ⅱ

精神機能作業療法評価学

精神機能作業療法治療学

精神機能作業療法治療学実習

発達障害作業療法治療学

日常生活活動支援治療学

身体機能作業療法治療学Ⅲ

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ

高次脳機能作業療法治療学

小計(77科目） ―

②
職
業
専
門
科
目

基礎作業
療法学

作業療法
管理学

作業療法
評価学

日常生活活動作業療法治療学

日常生活活動作業療法治療学実習

臨床実習

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

17



リハビリテーション学部　作業療法学科

必
　
修

選
　
択

自
　
由

講
　
義

演
　
習

実
験
・
実
習

授業科目の名称
科目
区分

配当年次

単位数 授業形態

共生社会の展開と実践 3後 1 ○

－ 1 0 0

共生福祉論 1後 2 ○

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 ○

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 ○

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 ○

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 ○

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 ○

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 ○

身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 ○

身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 ○

2後 2 ○

3前 1 ○

－ 5 12 0

1後 2 ○

1後 2 ○

2前 2 ○

2後 2 ○

3前 1 ○

1後 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2前 1 ○

2後 1 ○

3後 2 ○

総合事業開発 4後 1 ○

－ 8 9 0

小計（24科目） － 14 21 0 －

作業療法研究基礎ゼミナールⅠ 3前 1 ○

作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 3後 1 ○

作業療法研究卒業セミナールⅠ 4前 1 ○

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 4後 1 ○

小計（4科目） 4 0 0 -

－ 135 55 0

 1.基礎科目：必修16単位　選択4単位以上　　

 2.職業専門科目：必修101単位以上

 3.展開科目：必修14単位、選択6単位以上

 4.総合科目：必修4単位

 5.実験・実習科目から40単位以上

   うち、臨地実務実習から27単位以上

 以上、基礎科目20単位、職業専門科目101単位、展開科目20単位、総合科目4単位、合計145単位

隣接他分野の選択科目のうち「美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ」、「美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ」の2科目3単位または「音楽療法
によるQOLの維持向上Ⅰ」、「音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ」の2科目3単位のいずれかを必ず履修し、3単位を修得すること。

統合分野

隣
接
他
分
野

③
展
開
科
目

小計（11科目）

－

手話による聴覚障害者とのコミュニケー
ションⅠ

手話による聴覚障害者とのコミュニケー
ションⅡ

ビジネスのための法律

－

ビジネスのためのIT

小計（1科目）

－

実践マーケティング戦略

保健医療経営Ⅰ

在宅サービスの事業経営

組織・人材マネジメントの理論と実践

保健医療経営Ⅱ

実務リーダーのための財務会計Ⅰ

実務リーダーのための財務会計Ⅱ

小計（12科目）

事業計画策定概論

卒業要件及び履修方法

合計（134科目）

学位又は称号 作業療法学士（専門職） 学位又は学科の分野 保健衛生学関係（リハビリテーション関係）

④
総
合
科
目

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

実務リーダーのための経営戦略論
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別表２（第６５条関係） 

１．入学検定料

（単位：円）

入学試験 入学検定料

・総合型選抜（旧：AO 入試）

・学校推薦型選抜（旧：高校推薦入試（指定校・公募制））

・一般選抜（旧：一般入試）

・社会人特別選抜（旧：社会人入試）

30,000 

・大学入学共通テスト利用選抜（旧：大学入試センター試験利用入試）  10,000 

２．入学納付金（入学金及び授業料等）

（単位：円）

学 科 入学金 授業料 設備費 実習費 合計

理学療法学科 300,000 900,000 400,000 300,000 1,900,000 

作業療法学科 300,000 900,000 400,000 300,000 1,900,000 
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1 

学校法人敬心学園 

東京保健医療専門職大学 

教授会規程（案） 

（目的） 

第１条 この規程は、東京保健医療専門職大学学則（以下「学則」という。）の学則第 

１１条（教授会）に基づき設置する教授会の運営に関し、必要な事項を定めることを目

的とする。 

 

（構成） 

第２条 教授会は、専任教授をもって構成する。ただし、学長が認めたときは、専任教職

員を加えることができる。 

   

（招集及び議長） 

第３条 教授会は、学長が招集し、その議長となる。 

２ 学長に事故があるときは、学長があらかじめ指名した者が、その職務を代行する。 

 

（審議事項） 

第４条 教授会は、学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるもの

とする。 

（１）学生の入学、卒業及び課程の修了 

（２）学位の授与 

（３）前２号に掲げるもののほか、教育研究に関する重要事項で、教授会の意見を聴くこ

とが必要と学長が求めるもの 

２ 教授会は、前項に規定するもののほか、学長が司る教育運営に関する事項について審

議し、意見を述べることができる。 

 

（会議） 

第５条 教授会は、定例会議と臨時会議とする。 

２ 定例会議は、毎月特定の日を定めて開催する。ただし、審議する事項がないときは休

会し、事前に構成員に通知するものとする。 

３ 臨時会議は、審議する事項を示して要求があり、学長が必要と認めたときに開催する。 

４ 教授会の議事は、出席者の過半数をもって決し、可否同数の場合は議長が決するとこ

ろによる。 

５ 教授会の開催に当たっては、教授会で審議する事項その他必要な事項を、あらかじめ

構成員に通知するものとする。ただし、緊急の場合にあっては、この限りではない。 

 

（定足数） 

第６条 教授会は、構成員の３分の２以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

２ 学外研究、公務出張そのほかの事由により、長期にわたり教授会に出席できない者が
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あるときは、その期間、当該者を構成員の定数から除くことができる。 

 

（構成員以外の者の出席） 

第７条 教授会が必要と認めるときは、構成員以外の者の出席を求め、その意見を聴くこ

とができる。 

 

（議事録） 

第８条 教授会の議事については、議事録を作成し、議事の経過及び結果を明らかにして

おかなければならない。 

 

（会議の庶務） 

第９条 教授会の庶務は、教務課が行う。 

 

（規程の改廃） 

第１０条 この規程の改廃及び運用上必要な細則等は、教授会の議を経て、学長が定める。 

 

附則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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第１. 設置の趣旨及び必要性 
 

１．大学等を設置する理由・必要性 

我が国は、世界で最も高齢化の進んだ国となり、それに伴い保健医療分野での様々な社会

課題が生じている。少子化や産業構造の変化などによる人材不足、あるいは産業の高度化や

国際化といった変化への対応も重要となっている。このような様々な変化に伴い、家族の在

り方、地域社会・コミュニティの在り方への新たな対応も求められている。 
課題解決に対応できる人材を養成し、地域へ送り出すことが高等教育機関に求められて

いる。特に保健医療分野は、高齢化による諸課題の解決によって社会への寄与が大きく、複

雑化する課題に対応できる高度な人材の育成が必要となっている。 
東京保健医療専門職大学は、このような産業界等との連携・協力を基に社会の諸課題に対

応できる高度な専門知識・技術を持つ、実践的な専門人材を養成する。 
以下、６つの観点から東京保健医療専門職大学の設置に趣旨について説明する。 
 
（１）高度な専門性を備えた職業人材の育成 

大学進学率は上昇が続いているが、専門学校全体の進学率は横ばいで推移している。職業

教育機関としての専門学校へのニーズは一定数あることから、今後もこの傾向が続くこと

が予想されるものの、産業構造の変化や高度化、多様化する社会ニーズに対応するためには、

保健医療の分野において専門学校での職業人材養成に加え、高度な職業人材が必要な時代

となっている。 
このような高度化した、あるいは多様化した社会ニーズが生じた背景には様々な要因が

あり、その課題解決には、関連する業界等の知識、構造的に問題を認識・分析できる能力、

現状を打破する創造力・発展力などが必要である。４年制大学でも職業人材の育成を行って

いるものの、大学教育として教養や研究力を養うことがその使命であり、高度な職業人に必

要な知識や能力を同時に育成することにその第一の使命を置いていない。すなわち新しい

高等職業人材育成機関が、このような能力を備えた人材育成を可能にすると考えられる。専

門学校での職業教育とともに、展開力や発展力などの能力を育成する新しい高等職業専門

機関での人材育成が必要であると考えている。 
 

＜専門学校では育成していない高度な能力の育成が必要＞ 

少子高齢化の進行、家族構成の変化や産業構造の変化など様々な社会的変化に伴い、社会

的ニーズだけではなく、医学の進歩・医療技術や医療機器の発展等により医療ニーズも多様

化・複雑化・高度化してきている。理学療法士・作業療法士が関わる業務の内容と範囲等に

ついても変化が生じ、それに伴い理学療法士・作業療法士の役割にも変化が生じており、今

まで以上により高度な専門的知識・技術が必要である。また、多様化した社会ニーズに伴い

生じている保健医療分野の課題解決には、理学療法士・作業療法士の専門知識に加え、関連
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する業界等の知識、構造的に問題を認識・分析できる能力、現状を打破する創造力・応用力

などが必要である。このような能力の育成は専門学校では行っておらず、高度な専門知識に

加え、創造力や応用力、課題解決力等を育成する専門職大学での教育が必要と考える。 
 
（２）保健医療分野の環境変化に対応できる人材の育成 

＜多様化・高度化に対応できる専門人材の不足＞ 

理学療法士・作業療法士の量的な充足状況は、「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需

給調査」（2016（平成 28）年８月５日 医療従事者の需給に関する検討会 第２回 理学療

法士・作業療法士需給分科会）によると、「基準上充足している」割合は、理学療法士は 89.6％、

作業療法士は 90.6％であるが、「運営上充足している」割合は、理学療法士は 45.6％、作業

療法士は 42.9％にとどまっており、運営上不足と感じている病院が多いことがわかる。さ

らにこのような量的な不足だけでなく、ニーズの多様化・高度化に対応できる理学療法士・

作業療法士が不足しているといえる。 
高齢者の増加、生活習慣病等の罹患者の増加、医学の進歩・医療技術や医療機器の発展等

により、対象者の疾病・病期・病態等が変化し、乳幼児から高齢者まで、特に高齢者におい

て医療ニーズが多様化・複雑化してきている。その状況は、要介護に至る原因疾患が多様で

あることからも示されている（厚生労働省 2010 年度国民生活基礎調査の概況 介護が必

要になった主要な疾患（要介護者、要支援者の合計））。診療報酬から見てもリハビリテーシ

ョンの対象疾患の種類が増加し、重症者への対応、入院期間の短縮・早期退院の方向が進め

られている。 
それまで診療報酬の対象は理学療法・作業療法・難病患者リハビリテーションであったが、

2006 年には疾患別リハビリテーションとして心大血管疾患リハビリテーション、脳血管疾

患等リハビリテーション、運動器リハビリテーション、呼吸器リハビリテーション、別途障

害児（者）リハビリテーションが、2010 年にはがん患者リハビリテーションが、2014（平

成 26）年には認知症リハビリテーションがそれぞれ設定された。2010 年の診療報酬改定で

は、回復期リハビリテーション病棟における重症者の割合や在宅復帰率の設定もされた。 
このように、今まで以上に急性期・病態が不安定な状態の対象者に対し、より厳密な医学

的リスクマネジメントと共に、理学療法・作業療法を的確に行うための知識と技術が必要と

なり、臨床の場面では、様々な理論・考え方に基づいた理学療法・作業療法が行われつつあ

ることから、大学教育でも様々な実践的かつ先進的な理論・考え方を学んだ多様化・高度化

に対応できる人材の育成が必要である。 
以上のように、医療機関内における様々な状況の変化に対応できるように、学生時代から

教育していく必要があると考える。 
 

＜関連分野の知識や技術の修得・活用＞ 

理学療法士・作業療法士が関わるリハビリテーション分野に関係する他の分野、特に福祉
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工学分野との連携・協力が欠かすことのできない状況となってきている。電動義手、各種の

義足、電動車いす、視線入力が可能な意思伝達装置、歩行練習用装具、介護ロボットなど、

既に様々なものが提供されてきている。様々な領域で福祉工学の知識や技術が応用されて

きており、今後、ますます連携・協力していく対応が求められていく状況にある。高度な機

器・器具を使いこなすための基礎的な知識の育成も、大学教育で必要であると考える。 
 
（３）家族構成、家族形態の変化に起因する地域の課題に貢献できる人材の育成 

＜介護は家族内対応から地域ぐるみでの対応へ＞ 

少子高齢化・女性の社会進出など、家族構成や家族形態が変化し、老老介護や介護離職な

どの問題が指摘されるように、家族のみでの対応が困難となり、その解決のため地域で対応

していくことが求められている。2016 年の国民生活基礎調査によると、介護が必要な 65 歳

以上の高齢者を 65 歳以上の人が介護する「老老介護」の世帯の割合は 54.7%であり、2016
年 10 月から 2017 年９月までの１年間に介護離職をした人は、全国で９万 9100 人（2017
（平成 29）年就業構造基本調査 総務省）である。 

 
＜地域における役割が増す理学療法士・作業療法士＞ 

地域ぐるみでの対応をするために、地域包括ケアシステムは、現在、地域住民全体を対象

とする施策として位置づけられている。地域包括ケアシステムにおいて、理学療法士・作業

療法士はリハビリテーション専門職としての積極的な関わりが求められており、ケア会議、

通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、地域リハビリテーション、訪問事業へ

の関わりが今まで以上に求められてきている（安本勝博 「地域リハビリテーション活動支

援事業とは」OT ジャーナル 53（３）224－230 2019）。また、このシステムにおいて、

理学療法士・作業療法士は、医療職だけではなく、行政の担当者や地域住民など対象者の生

活の支援に関わる地域の人々との連携・協力が重要となってきている（安本勝博 「地域リ

ハビリテーション活動支援事業とは」OT ジャーナル 53（３）224－230 2019）。そのた

め、理学療法士・作業療法士の役割についての発信力とコミュニケーション能力、色々な

人々の考え方等を受け入れる柔軟な対応が必要となると同時に、システムのマネジメント

を行う必要も生じてきている。さらに関わる人々の増加と共に、個人情報の保護などを含め、

より厳格な職業倫理に基づく対応も必要となってきている。地域包括ケアシステムは、対象

者がその人らしい生活をすることができるように支援するシステムと言え、QOL（Quality 
of life、生活の質）の維持・向上という考えに繋がるものといえる。 
医療機関での対応や在宅医療・訪問リハビリテーションでの理学療法士・作業療法士の対

応は、対象者への個別支援といえるが、地域包括ケアシステムにおける理学療法士・作業療

法士の対応は、地域全体を対象とする支援といえる。このような、理学療法士・作業療法士

の役割について、学生時代から教育していく必要があると考える。 
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（４）健康寿命の延伸に貢献できる人材の育成 

＜健康寿命の延伸による生活の質（QOL）の維持・向上への寄与＞ 

寿命が伸びる中、健康寿命の延伸は首相官邸が主催する未来投資会議でも「全世代型社会

保障」の構築がメインテーマの１つとなるように、我が国にとって重要なテーマの一つとな

ってきている。健康寿命の延伸には、ロコモティブシンドロームへの対応やフレイルへの対

応などが提示され、主に高齢者を対象とした対応が提示されている。 
 

図表 １-１ 健康寿命を短くする要因 

 
 

 

【出典】「健康寿命とロコモについて」（（社）日本医師会会長 横倉義武 平成 27 年） 

 

フレイルは、身体的フレイル・精神心理的フレイル・社会的フレイルの３つの側面が相互

に関わっていることが指摘されているが（Gobbens RJ, et al, J Nutr Health Aging ,14;175-
181,2010）、この考え方は、現在リハビリテーションの基本的な考え方である WHO が提唱

した ICF（International Classification of Functioning, Disability and Health、国際生活

機能分類）の考え方に共通している。また健康寿命の延伸は、QOL の維持・向上に繋がる

ものであり、生活習慣病などの予防や悪化、余病の発生を防ぐというように、高齢者のみを

対象とするのではなく、障がい者を含んだ国民全体を対象にした取組が必要である。理学

療法士・作業療法士は、対象者の自立生活を支援する役割を担っており、健康寿命の延伸と

いう視点をあらためて認識し、対応していく必要がある。 
 

＜関連分野との関係における状況＞ 

健康寿命の延伸等には、リハビリテーションに関連した音楽、美容、旅行等を用いた心理

的側面への対応の効果や必要性についても指摘がされている（図表 １-２、図表 １-３）。 
 

  

これからは「ロコモ（運動疾患）対策」が必要 
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図表 １-２ 化粧サービス（化粧療法プログラム）の利用と健康度自己評価 

 
【出典】「美容的ヘルスケアサービス提供による介護費用削減効果の検証」（平成 26 年度健康寿

命延伸産業創出推進事業 経済産業省） 

 

図表 １-３ ユニバーサルツーリズムにおける効用 

 
【出典】「旅行による効用の検証結果取りまとめ」（ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関

する検討会 平成 26年 観光庁） 

 

また、現在、理学療法士・作業療法士が関わる分野は、介護保険法や障害者総合支援法に

基づく事業所等の他、行政機関、特別支援学校、運転免許センター、医療刑務所、保育園、

発達障害者支援センターなど、従来ではあまり考えられなかった医療機関以外の分野にも

広がりつつある。 
このように、対象者の状態や生活を考え、創造力を働かせ、医療関係だけでなく関連する

様々な分野との関係を構築していく対応力、実践力、展開力が必要となってきている。 
このような関連分野との関係について、今までの関係、現在の関係、将来の関係等につい

て情報提供を含め、学生時代から教育し、理学療法士・作業療法士の知識や技術を活かすた

めの創造力・展開力に繋げていく必要があると考える。 
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（５）在宅医療・介護の推進に貢献できる人材の育成 

現在、医療政策的に、入院期間の短縮・早期退院の他に、回復期リハビリテーション病棟

における在宅復帰率の設定などを含め、在宅医療・在宅介護に重点を置く方向で進められて

きている。この方向は、高齢者だけでなく、年齢に関係なく全ての入院している人々がその

対象となってきている。また、高齢者・障がい者の意識の変化に伴い、在宅・地域での生活

を希望している人々の割合が多くなり、在宅医療・介護の必要性が高まってきている（図表 
１-４）。 

 
図表 １-４ 療養に関する希望 

 
【出典】「高齢者の健康に関する意識調査」（平成 19年度 内閣府） 

 
そのため、対象者のニーズだけではなく、支援者のニーズや生活環境の状況などを把握し

対応する必要も高まっている。また、医療機関内での対応とは異なる環境である「実際の生

活の場・地域の場」における問題点の把握と対応が必要となり、対象者の生活に根ざした理

学療法士・作業療法士の現実的・実際的な対応を実践していくことが必要となってきている。

そのためには、医療機関だけではなく、在宅医療及び訪問リハビリテーションにおける理学

療法士・作業療法士の役割とその内容について、学生時代から機会があるたびに学修し、意

識化できるようにしていくことが重要と考える。 
 
（６）組織の経営・マネジメントに関する素養を持った人材の育成 

＜マネジメント力の必要性の高まり＞ 

社会や保健医療分野の高度化・複雑化の進展により、理学療法士・作業療法士が関わる業

務においても経営や組織のマネジメントの知識や能力が求められるようになってきている。 
対象者の医療ニーズの多様化・複雑化に伴い、保健医療の専門職においてもマネジメント

力の必要性が高まっている。多職種連携等や在宅医療、地域包括ケアシステムに関するシス

テム等のマネジメント、産業界、特に福祉工学分野など関連する他の分野との連携・協力シ

ステムに関するマネジメント、これらの状況を踏まえた日常業務の運営管理の他、職場環境
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の改善や経済的側面を含めた効果的・効率的運営等に関するマネジメント、更に自己研鑽を

含めた様々なマネジメント能力も含まれる。このようなマネジメント能力は管理的立場に

いる理学療法士・作業療法士だけに必要とされているのではなく、日常の業務を円滑に行

うために、そしてより発展的なものにしていくために、程度には違いがあるとしても、個々

の理学療法士・作業療法士にも必要になってきている。 
また、退院後の生活を想定した対応が必要となることから、多職種連携・協力も今まで以

上に必要になり、ケース会議や報告書の作成、家族や支援者等への対応等の直接的な臨床業

務以外への対応が増加し、スケジュール管理の他、職場環境の改善や経済的側面等を含めた

より効果的・効率的な業務運営に関するマネジメントを行うことも必要となってきている。 
理学療法士・作業療法士も日常業務や組織運営をより効率的に進める能力を備えること

で、組織の収益率の向上や労働環境の改善につながる。そのためには、経営に関する知識や

組織のマネジメント能力を持つ専門職が今後より必要になると考えている。 
 
 

２．専門職大学で教育する必要性 

産業構造の変化や高度化、多様化する社会ニーズに対応するためには、保健医療の分野に

おいて専門学校での職業人材養成に加え、高度な職業人材が必要である。このような高度な

職業人材とは、専門知識を持ち、実践的にその知識を活かし事業継続させる能力、新しい発

想や工夫により新たな事業やサービスを展開できる能力、業務の在り方を見直し変革につ

なげ労働環境の向上を図る能力などを持つ人材である。このような能力は、専門知識の教育

のみを行う専門学校では難しい。また、教養を涵養し研究力を高めることを優先する既設の

４年制大学とは、育成する人材像が異なる。 
従来の４年制大学にはない「展開科目」という科目群を含めることが求められている専門

職大学だからこそ、従来の４年制の保健医療分野の人材を育成する大学にはない「専門領域

に隣接する他分野（以下、「隣接他分野」）」と「組織における経営・マネジメント（以下、

「経営分野」）」に関する科目を学修することができ、これからの時代に対応できる高度な保

健医療人材の育成が可能となると考えている。 
 
 

３．設置の背景  

（１）専門学校を取り巻く社会変化 

東京保健医療専門職大学（以下、本学という。）を設置する学校法人敬心学園は、1982（昭

和57）年に学校法人情報学園が日本ジャーナリスト専門学校を設置したことに始まる。1986
（昭和 61）年、学校法人敬心学園の初代理事長に小林光俊が就任し、我が国の高齢化社会

の進展に対応した福祉・介護・医療分野の専門職育成の必要性を鑑み、日本福祉教育専門学

校を設置した。その後、1997（平成９）年に日本リハビリテーション専門学校を、2003（平
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成 15）年に臨床福祉専門学校を設置し、保健医療分野の専門職を育成し、送り出している。 
＜専門職業人材に求められる役割＞ 

設立以来、専門学校において一貫して保健医療分野の専門職を中心とした職業教育を行

ってきたが、我が国の大学進学率は上昇を続け、専門学校へ進学する高校生の割合は横ばい

であるのが実状である。敬心学園では前述の３校を含め、グループ５校を東京都 23 区内で

展開し、近年は社会人の学び直しにも力を入れているものの、専門学校での職業教育だけで

は、社会や就学希望者のニーズに対応することが難しくなりつつある。すなわち、専門学校

での職業教育に加え、医療や福祉サービスの向上など様々な分野で高度化する社会のニー

ズに対応できる高度な専門職業人材の育成が必要であると認識を強く持つようになった。 
 
 

図表 １-５ 18歳人口と進学率 

 

【出典】「学校基本調査」（文部科学省） 

 

大学進学率は上昇が続いているが、専門学校全体の進学率は横ばいで推移している。この

傾向から職業教育機関としての専門学校へのニーズが一定数あり、今後もこの需要傾向は

続くと予想される。専門学校教育の主目的は、一般の医療機関の業務に従事することを前提

とした専門職育成であり、理学療法士・作業療法士としての専門職の知識と技術の修得にあ

る。その教育内容は、病状がある程度安定した対象者への対応であり、リハビリテーション

チームとしての他職種との連携・協力について学習するが、それはあくまでも医療機関内で

の対応である。「理学療法士及び作業療法士法」が成立した時の医療内容や社会状況を考え

ると、リハビリテーションそのものが珍しく画期的な対応であるため、ある意味医療機関内

での対応を行うことが当然のこととして考えられており、理学療法士・作業療法士の養成に
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関する指定規則の教育内容を示していた。その後、時間数や単位数等について何度かの改定

があったが、基本的には大きく変わる内容ではなかったと言える。しかし現在は、高齢者の

増加、家族構成の変化、対象とする病態の変化、医療行政の変化、保健医療分野に関連する

産業界との連携の変化など、様々な変化が生じている。そして今後さらに必要になるとされ

る様々な課題への対応、例えば病期ごとへの対応、対象者の重度化・複雑化への対応、在宅

や地域での対応、医療機関外での必要な他の職種や支援者との連携・協力への対応、保健医

療分野の制度やサービスへの対応、より厳密な職業倫理への対応、産業界特にリハビリテー

ション工学あるいは福祉工学といわれる分野との連携への対応、保健医療分野における経

済的理解・経営的思考と総合的管理能力への対応などについては、2020 年の指定規則の改

定に伴い多少は教育内容に含まれてくるとしても、十分とはいいがたい。このような様々な

社会変化に伴う課題に対応できる高度な職業人材としての理学療法士・作業療法士を養成

する必要がある。 
 
（２）少子高齢化と保健医療分野の人材不足 

＜理学療法士・作業療法士の不足＞ 

四病院団体協議会が行った「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需給調査」（2016（平

成 28）年８月５日 医療従事者の需給に関する検討会 第２回 理学療法士・作業療法士

需給分科会）でのアンケート調査によると、理学療法士が「基準上充足している」は 89.6％
であるが、「運営上充足している」は 45.6％に減少する。同様に作業療法士についての質問

では、「基準上充足している」は 90.6％、「運営上充足している」は 42.9％と半数以上が運

営上不足している、と答えている。十分な対応をするためには、基準上の人数では十分では

ないと考える病院等が多いことがわかる。 
我が国のリハビリテーション病院は回復期リハビリテーション病棟が大多数を占める。

2000 年度の全国の回復期リハビリテーション病床数が 4,019 床、2010 年は 60,206 床、

2016 年は 77,102 床であり、増床が続いている。また、人口 10 万人当たりの地域別回復期

リハビリテーション病棟の病床数は、全国平均が 60 床、関東圏は最低で 46 床、九州・沖

縄圏が最高で 93 床であり、地域格差が大変大きい。特に関東圏では人口 10 万人当たり回

復期リハビリテーション病棟病床数が現在全国最低（46 床）であるが、今後高齢化の進行

及び関東圏の病床数増加に伴い、理学療法士・作業療法士への需用増が想定され、地域間格

差が拡大すると考えられる。 
特に本学の学生募集で主要な地域である首都圏（１都３県の東京都、千葉県、神奈川県、

埼玉県）では、2016 年の人口 10 万人当たり理学療法士が全国平均 91.3 人に対して、東京

都 54.8 人、神奈川県 54.2 人、埼玉県 59.7 人、千葉県 65.7 人と少ない。作業療法士は全国

平均 50.6 人に対して、東京都 23.2 人、神奈川県 24.9 人、埼玉県 22.7 人、千葉県 25.8 人

と全国的に見て最低の水準であり、地域間格差が非常に大きい。 
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図表 １-６ 都道府県別理学療法士数・作業療法士数（人口 10万人当たり） 

県別理学療法士数（単位・人）      県別作業療法士数（単位・人） 

 
【出典】 日本理学療法士協会、日本作業療法士協会（2016年３月末） 

 
また、今後拡大が必要である訪問リハビリテーションは、2014（平成 26）年度介護保険

の介護サービス給付費に占める訪問介護サービス給付費 9.8％に対して、訪問リハビリテー

ション 0.4％及び訪問看護 2.1％と、全国的に事業者が少ない状況である。 
 

＜在宅・地域における理学療法士・作業療法士の不足＞ 

一般の医療機関における人材不足への対応も必要であるが、それ以上に今後必要とされ

ているのは、乳幼児から高齢者までを対象とする在宅・地域における保健医療機関や事業に

おける人材不足への対応である。現在の専門学校での職業教育は指定規則に従って行われ

ており、その内容は、前述したように一般の医療機関、特に身体障害分野では主に回復期リ

ハビリテーション病棟への就労を前提とした内容となっている。そのため、在宅や地域での

保健医療分野の機関への就職や事業への関わりを希望する場合でも、一旦、一般の医療機関

に就職してその後に改めて就職しようとする傾向があり、教員の指導もそのような方向で

あることは否定できない。このような状況への対応として、卒業と同時に、在宅や地域での

保健医療分野の機関等に就職できるように教育内容を設定可能な教育機関が必要である。 
また、理学療法士・作業療法士が就労し易くするために、そして持続した就労を可能にす

るために、さらに一般の医療機関だけでなく、在宅や地域での保健医療分野の機関での就職

を促すためにも、効果的・効率的な業務の運営や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改善

などに対応できるような創造力、展開力、発展力を有する人材を養成するための教育が可能

な教育機関が必要である。 
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（３）家族構成、家族形態の変化 

＜家族形態の変化による介護支援問題の増加＞ 

我が国の家族構成は変化が続いており、現在は２名以下の世帯が全体の半数以上を占め

るようになっている。超高齢社会となり、65 歳以上の高齢者は 1980 年には 69％が子供と

同居していたが、2014 年には 40.6％へ低下、それに対し一人暮らしの割合は 1980 年の

8.5％から 2014 年は 17.4％と増加している。1980 年に子供等と同居する高齢者が中心であ

ったが、2014 年には約３割が一人若しくは夫婦世帯となっている。1980 年当時、介護は

主に配偶者や娘・嫁などの女性が中心となっていたと考えられるが、家族形態の変化に加え

女性の就業率の増加により、家族が介護にかかわる時間が減少し、介護離職といった問題も

生じ、介護支援者に対する支援や対応も重要な問題となっている。 
 

図表 １-７ 家族形態別にみた 65歳以上の高齢者の割合 

【出典】平成 28年版高齢社会白書（全体版） 

 

＜地域で活動できるリハビリテーション専門職の育成＞ 

医療技術等の進歩・発展等により、乳幼児から高齢者まで理学療法・作業療法の対象とな

る人々の病態が、重度化・複雑化してきているが、医療費抑制等のため、病態がある程度安

定してきた段階で、従来以上に早期に在宅・地域での対応に移行することが求められてきて

いる。高齢者・障がい者自身の意識等も変化してきており、可能な限り在宅・地域での生活

を希望する傾向にある。しかし、少子高齢化、女性の社会進出の増加などによる家族構成・

形態が変化してきている中、介護離職やいわゆる老老介護や認認介護、ヤングケアラーなど

といわれるような状況があり、特に女性を中心とした家族のみでの対応が困難になってき

ている。その結果、家族のみの介護から地域社会・行政等が一体となり、高齢者・障がい者

及び家族をはじめとした支援者を含めた人々へ対応することが求められてきている。 
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このような状況への対応の一つとして地域包括ケア体制の構築が提示され、在宅医療の

充実・在宅介護の充実が取組の方向性として示された。地域包括ケア体制の推進は本学にと

って重要な分野であり、保健医療の横断的な知識を持ち、地域の中で活動できるリーダーシ

ップを持つ人材の育成がその推進に大きく寄与すると考えている。具体的には、地域包括ケ

ア体制の中で、理学療法士・作業療法士などのリハビリテーション専門職は、通所事業、訪

問事業、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場への関与を促進し、地域

包括支援センターと連携して総合的に支援することが求められており、医療機関内におけ

る医療職による多職種連携と共に、地域における行政職、保健医療職以外の職種の方々、一

般住民等との連携・協力することが必要となる。そのためには、発信力、相互理解力、コミ

ュニケーション力、個人情報保護等より厳密な職業倫理、対象者や支援者のニーズの把握

力・問題解決力等が必要となる。このような能力を有する人材を養成するための教育が可能

な教育機関が必要である。 
 
（４）健康寿命の延伸 

我が国は、健康寿命の延伸を行うために様々な対策を講じてきている。首相官邸が主催す

る未来投資会議では、「全世代型社会保障」の構築がメインテーマの１つであり、「寿命と健

康寿命の差を限りなく縮める」ことが目標の１つとなっている。そこでは介護予防・健康づ

くりが最重要課題とされ、活躍できる高齢者を増やし、経済活動を活性化させ、医療費や介

護費などを抑制することが重要な目的となっている。 
そのために、“次世代ヘルスケア”を確立させることが提言され、ロボット、IoT などを

活用することが求められている。さらに未来投資会議では、全世代型社会保障構築に向け、

社会福祉法人などの合併や経営統合、グループ化など、経営の見直しによる合理化策も検討

課題とされている。 
保健医療分野では、生活習慣病の予防、健康寿命を阻害する脳血管障害、認知症、虚弱、

骨折などの疾病などへの対応、運動習慣の獲得、家庭・地域における生活機能の維持など 

が行われてきているが、単に身体機能の維持だけでなく、心理的あるいは精神的な側面の健

康維持の重要性がいわれ、様々な形で家族や地域と関わることの必要性につながっている。

この考えは、現在リハビリテーションの基本的考え方となってきている WHO（世界保健機

構）が、2001 年に提唱した ICF の考えに通じるものである。その内容は、人々の健康状態

を心身機能・形態、活動（主に日常生活）、参加（仕事、学校、サークル、ボランティア等

を含めた社会参加）、そして個々人の個人因子と環境因子、それぞれの相互関係において健

康状態を把握し対応していくことを示したものであり、その対象は、高齢者だけではなく、

障がい者を含めた全ての人々を対象としている。この考えに基づいて、現在リハビリテーシ

ョンの専門職である理学療法士・作業療法士が、健康寿命の延伸に関して一定の役割を果た

しており、今後も今以上に多様化・複雑化すると思われる様々な社会課題とニーズを理解し、

対応していく必要がある。そのためには医療に関する知識・技術だけではなく、関連する支
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援システム工学に関する新しい知識や技術も導入する必要がある。また、健康で活躍できる

期間を増やすために、生きがい作りなど幅広くサポートできる能力等も必要となる。 
このように健康寿命延伸のため、理学療法士・作業療法士の専門知識・技術に加え、新し

い技術について修得し能力を発揮できる人材、関連する分野を融合したサービスを展開で

きる能力を有する人材を養成していく必要がある。 
 
（５）在宅医療・介護の推進 

中央社会保険医療協議会では、「医療・介護機能の再編（将来像）」として「患者ニーズに

応じた病院・病床機能の役割分担や、医療機関間、医療と介護の間の連携強化を通じて、よ

り効果的・効率的な医療・介護サービス提供体制を構築する」を掲げている。そのために、

「入院医療の機能分化・強化と連携」「地域包括ケア体制の整備」を取り組みの方向性とし、

「地域包括ケア体制の整備」において「在宅医療の充実」が示されている。 
これらの方向性や具体策を実現するためには、多職種連携についての理解・知識、地域社

会や自治体との連携、「患者ニーズ」を把握・理解し社会動向及び環境変化に対応した体制

づくりや、新たな研究開発に基づく治療を進めていくことなどが重要となっている。 
 

図表 １-８ 医療・介護機能の再編（将来像） 

 
【出典】「入院医療（その１）」中央社会保険医療協議会 総会（第 239回）平成 25 年３月 

 
地域包括ケアシステムの構築の中で「在宅医療・介護の推進」が重要な位置を占めている。
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地域包括ケアシステムでは、「本人の選択と本人・家族の心構え」「すまいとすまい方」「介

護予防・生活支援」「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福祉」の６つの要

素が挙げられている。理学療法士・作業療法士は対象者にリハビリテーションを行う過程に

おいて全ての要素に関わりをもちながら進めており、重要な位置を占めている。今後、在宅

医療を推進していく上で、医療職だけではなく、医療職以外の職種の人々や行政の担当者、

地域でかかわる人々など、様々な人々と連携・協力していく必要がある。そのためには、対

象者や家族を含めた支援者のニーズや社会・経済的背景などを含めた状況把握、すまいを含

めた住環境・生活環境の状況把握、様々な保健医療福祉制度やサービス等に関する知識、コ

ミュニケーション力などが必要となり、それぞれの課題に対応する課題解決能力が求めら

れる。また、「在宅医療・介護の推進」に関連する事業などの知識や、それを推進するため

には事業企画、展開力・組織のマネジメント力なども必要となる。 
このように「在宅医療・介護の推進」のため、理学療法士・作業療法士の専門知識・技術

に加え、「在宅医療・介護の推進」に必要な知識・技術を修得し発揮できる人材、関連する

人々と連携・協力したサービスを展開できる能力を有する人材を養成していく必要がある。 
 
（６）組織における経営・マネジメント能力の向上 

保健医療分野における人材不足を背景に、新たな人材育成機関に対する業界からのニー

ズは大変高いものがある。少子高齢化に伴い、今後この分野の人材ニーズはさらに高まるこ

とが予想されているが、人材不足は単に不足人数を充足するだけでなく、業務のあり方やビ

ジネスモデルの改革など、仕事を見直すことも必要である。 
厚生労働省では、2035 年に向けて、社会と経済の変化に対応するために保健医療のパラ

ダイムシフトが必要であると提言をしている。次世代型の保健医療人材の育成が必要であ

り、ゆとりを持った労働環境で医療従事者が医療を提供すること、技術の進歩や時代の要請

の変化を捉えた医療従事者像、医療像を常に検討すること、そしてその実現に向けて人材育

成のあり方も更新し続ける必要があることを指摘している。 
労働環境に関しては、働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、

労働環境改善には医療従事者も自らの働き方や、組織の運営について意識を高める必要が

ある。 
また、１都３県では理学療法士・作業療法士の対人口当たりの人数が全国平均に比べ少な

く不足感が強いが、「理学療法士の養成校は 2000 年の 132 校（入学定員 4,230 人）から

2012 年には 251 校（入学定員 13,265 人）に増加している。年間 13,000 人もの理学療法士

養成校の定員を要するに至り、需給バランスの保持が困難であることは明白である。さらな

る職域の拡大が急務であり、現在既に深刻である給与等、雇用待遇の低下を抑えるため、新

旧有資格者の専門性及び質の向上が重要な課題とされる」（「国際検証特別委員会報告書 

理学療法士の法的位置づけに関する国際比較」日本理学療法士協会）ともあり、将来的に理

学療法士・作業療法士の供給過多となることが予測されている。前出の報告書では「有資格
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者の専門性及び質の向上が重要な課題」とされているが、理学療法士・作業療法士が就労し

易く、持続した就労を可能にするために、そして一般の医療機関だけでなく、在宅や地域で

の保健医療分野の機関での就職を促すためにも、効果的・効率的な業務の運営や労働生産性

の向上、就労環境や処遇の改善などに対応できるような創造力、展開力、発展力を有する人

材を養成するための教育が可能な教育機関が必要であるといえる。このような人材に対す

る背景とニーズに対し、経営分野の基本的な知識を学び、組織における経営・マネジメント

力を身に付けることが重要である。 
また、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションといったリハビリテーション専

門事業だけでなく、高齢者の増加に伴い高齢者の自立支援を進める上で、「外付け機能的関

与」や、「健康寿命の延伸に寄与するため勤労者の健康増進への貢献」も期待されている。

新しいサービスの企画や推進を行うためにも、組織の経営・マネジメントの知識について学

ぶことは有益である。 
 

４．建学の精神と教育理念 

（１）建学の精神 

本学の建学の精神は、敬心学園の建学の精神を鑑み、『健常者・障がい者、若年者・高齢

者など多様な人々が「共生できる社会の実現と発展」』である。 
 
（２）教育理念 

本学は上記の建学の精神に基づき、教育理念として以下を掲げる。 
『高い職業倫理観をもち、地域社会の保健医療分野の発展に貢献できる人間性豊かな即

戦力となる高度専門職業人材の育成』 
 
（３）養成する人材像 

＜大学の養成する人材像＞ 

大学の養成する人材像は、「専門職業人材としての高い専門的知識と技術を備えると共に、

多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOL の維持・向上に関する知見を有し、組織の

経営・マネジメント※の知識を身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」

である。 
※経営＝組織の進むべき方向を定めること、マネジメント＝組織の運営・管理を行うこと 
 
＜理学療法学科の養成する人材像＞ 

理学療法学科の養成する人材像は、「高度化かつ多様化する保健医療分野において、身体

運動に関する医療専門職である理学療法士としての高い専門的知識と技術を備えることで、

身体に障害のある人の運動機能の回復・維持のために基本的動作能力を獲得させ、多様な生

活者の健康寿命の延伸等を含めた QOL の維持・向上に貢献できる人材。さらに、理学療法
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のみならず、身体運動分野等に隣接する他分野や組織の経営・マネジメントの知識を身に付

け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」である。 
 

＜作業療法学科の養成する人材像＞ 

作業療法学科の養成する人材像は、「保健医療分野における生活支援を行う医療専門職で

ある作業療法士としての高い専門的知識と技術を備えることで日常生活や社会生活に必要

な能力の維持・回復のため、身体に障害のある者に応用的動作能力を又は精神に障害のある

者に社会的適応能力を獲得させ、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOL の向上に

貢献できる人材。さらに、生活支援分野等に隣接する他分野や組織の経営・マネジメントの

知識を身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」である。 
 

５．学部・学科の構成・定員 

本学は、リハビリテーション学部を設け、理学療法学科と作業療法学科の２学科とする。 
 

（単位：人） 
学部名 学科名 修業年限 入学定員 収容定員 

リハビリテーション学部 
理学療法学科  4 年 80 320 

作業療法学科  4 年 80 320 

合計  160 640 

 
 

６．教育研究上の目的 

＜大学の教育上の目的＞ 

東京保健医療専門職大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、敬心学園の理念「他人を

敬い、自らを律し、人々の心をもっとも大切にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創造

する」の下、『健常者・障がい者、若年者・高齢者など多様な人々が「共生できる社会の実

現と発展」』を建学の精神に掲げ、実践的かつ高度な保健医療の理論と技術を教育研究し、

豊かな人間性を備えた「共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」となる専門職業人

材を養成し、保健医療分野の発展に貢献することを目的とする。 
 

＜リハビリテーション学部の教育上の目的＞ 

リハビリテーション学部は、保健医療の専門職業人として高い専門知識と技術を涵養す

ると共に、多様な生活者の QOL の維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する

社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の実現

に貢献する理学療法士、作業療法士を養成することを目的とする。 
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＜理学療法学科の教育研究上の目的＞ 

理学療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障がいのある人に基本的

動作能力を獲得させ、多様な生活者の QOL の維持・向上に関する知見を身に付け、高度化

複雑化する社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生

社会の実現に貢献する理学療法士を養成することを目的とする。 
 

＜作業療法学科の教育研究上の目的＞ 

作業療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障がいのある者に応用的

動作能力を、又は精神に障がいのある者に社会的適応能力を獲得させ、多様な生活者の QOL
の維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対する課題解決力と

組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の実現に貢献する作業療法士を養成する

ことを目的とする。 
 
 

７．卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

＜大学のディプロマ・ポリシー＞ 

本学は建学の精神『健常者・障がい者・若年者・高齢者など多様な人々が「共生できる社

会」の実現と発展』のもとに、養成する人材像の育成に必要な能力として、以下に定める能

力及び学則第 51 条に定める修了要件を満たした者に対し卒業を認定し、学位を授与する。 
本学で卒業までに身に付けるべき内容は、以下のとおりである。 

 
１）保健医療分野の専門性 

保健医療の専門職として必要な専門知識と技術を身に付け、対象者の支援のために適

切に活用することができる。 
２）共生社会の理解 

共生社会の概念を理解し、障がい者や高齢者など多様な生活者が共生できる社会の実

現に意識を置きながら、保健医療の専門職として行動することができる。 
３）課題解決力 

保健医療の専門職が直面する様々な課題について、その背景やニーズを把握し、対象者

の立場を理解し、課題解決に向け適切に行動することができる。 
４）応用力 

QOL の維持・向上や健康寿命の延伸に向け、保健医療の専門分野のみならず、関連する

他分野の知識を応用し、視野を広げて業務に取り組むことができる。 
５）組織における経営・マネジメント力 

経営・マネジメントの素養を身に付け、保健医療に関する諸課題の改善に取り組むこと

ができる。 
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＜理学療法学科のディプロマ・ポリシー＞ 

１）保健医療分野の専門性 

理学療法に関わる専門的な知識や技術を修得し、様々な疾患や障害により理学療法を

必要とする対象者に対し、適切で専門的な理学療法を行い、社会適応するための支援が

できる。 
２）共生社会の理解 

理学療法の専門職としての役割に加え、共生社会の理念を実践する理学療法士として

の自覚を持ち、組織や地域社会に貢献することができる。 
３）課題解決力 

身体運動に関する医療専門職である理学療法士として、対象者の立場や背景、ニーズ等

を把握した上で、適切に病態や障害を評価し、運動機能の回復・維持等に対する課題解

決に取り組むことができる。 
４）応用力 

理学療法の専門性である身体運動分野等に隣接する他分野へ視野を広げ、対象者の

QOL 維持・向上や健康寿命の延伸に向けた理学療法の応用・展開に取り組むことがで

きる。 
５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や理学療法に取り組む組織・人材マネジメント等に関する基礎知識を身

に付け、保健医療経営やマネジメント等の課題に幅広く対応できる。 
 

＜作業療法学科のディプロマ・ポリシー＞ 

１）保健医療分野の専門性 

作業療法に関わる専門的な知識や技術を修得し、身体的及び精神的なリハビリテーシ

ョンを必要とする対象者に、日常生活・社会生活を実現するための支援ができる。 
２）共生社会の理解 

作業療法の専門職としての役割に加え、共生社会の理念を実践する作業療法士として

の自覚を持ち、組織や地域社会に貢献することができる。 
３）課題解決力 

生活支援を行う医療専門職である作業療法士として、適切な評価を通して、対象者が実

現したい生活行為等を把握し、日常生活・社会生活に必要な能力の維持・回復等に関す

る課題解決に取り組むことができる。 
４）応用力 

作業療法の専門性である生活支援分野等に隣接する他分野へ視野を広げ、対象者の

QOL 維持・向上や健康寿命の延伸に向けた作業療法の応用・展開に取り組むことがで

きる。 
５）組織における経営・マネジメント力 
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保健医療経営や作業療法に取り組む組織・人材マネジメント等に関する基礎知識を身

に付け、保健医療経営やマネジメント等の課題に幅広く対応できる。 
 
 

８．組織として研究対象とする中心的な学問分野 

本学の教員の主たる研究領域として、理学療法学・作業療法学共通して共生社会の構築が

挙げられる。地域包括ケアシステムの推進に資する住み慣れた地域社会での生活環境を支

援するため、多職種連携による保健医療システムの実現による「予防から回復、維持、そし

て終末期まで」の一連のプロセスに関する創造的な研究を行う。 
理学療法学においては、従来の運動器・中枢系疾患に加え、補装具による機能開発の評価

と開発に関する研究を行う。 
作業療法学では、身体障害・精神障害だけにとどまらず、高次脳機能障害や発達障害、認

知機能障害への機能的活動と参加の自立支援に関する作業療法評価とアプローチ手法の開

発、さらには環境因子への働きかけとしての福祉用具・住宅改修、その他の評価から適合に

関する実証的研究を行う。 
さらに本学は専門職大学として、展開科目の隣接他分野に設置した「ユニバーサルツーリ

ズム」「支援システム工学」「音楽療法」「手話」の４つの分野について、研究対象とする計

画である。これらの分野は、理学療法士・作業療法士の専門領域に隣接する要素を持つこと

から、専門領域との融合により専門性の拡大・発展を進め、理学療法士・作業療法士の活動

領域の拡大につなげる。 
 
 

９．専門職大学と専門学校との違い 

（１）人材養成の目的 

＜専門学校の人材養成の目的＞ 

敬心学園で設置している専門学校においては、専門職として活動する上で必要な「資格取

得教育」をカリキュラムの主体とし、心豊かな人間性を持った即戦力となる臨床家の養成を

目的としている。これまでの長い歴史の中で培ってきた多様な施設と連携した実習教育や、

現場の第一線で活躍する卒業生の協力による実践的な教育を通じて、保健医療分野で即戦

力となる理学療法士・作業療法士等を多数輩出している。 
日本リハビリテーション専門学校の目的は、学則に「学校教育法及び理学療法士作業療法

士養成施設指定規則に基づき医療・福祉・保健に関する基礎知識と専門技術を学び、深い人

間愛に基づく奉仕の精神をもった理学療法士、作業療法士を育成し、社会に貢献することを

目的とする」とあり、資格取得のために専ら構成されたカリキュラムにより、即戦力となる

理学療法士・作業療法士の養成を目的としている。 
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＜専門職大学の人材養成の目的＞ 

一方、専門職大学においては、これまで敬心学園が専門学校において行ってきた実践的な

技能等の育成に加え、「高度な実践力を裏付ける理論の学修、豊かな創造力の基盤となる関

連他分野の広い知識等の学修」、専門学校等において十分対応できていない「産業界等との

連携による教育課程の編成・実施」「高度な実践力と豊かな創造力をはぐくむ教育課程の編

成」「豊富な実習・長期の学外実習」「実務家教員の積極的任用」等を進める。これにより、

理学療法、作業療法の各職業分野における高度な専門技能を備えると同時に、社会変化に対

応するために必要な問題解決能力、在宅医療や健康寿命の延伸に寄与できる横断的・総合的

な知識と能力、チームワークやリーダーシップを発揮し組織を動かす能力、保健医療の分野

の高度な専門知識とともに経営・マネジメント能力を有し新しいサービスや継続的な事業

につなげることができる能力、保健医療分野の職種をより魅力あるものにするための展開

力を持つ高度な職業人を育成する。 
このように専門職大学は、高度な実践力、理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとし

て、専門業務を牽引できる人材、及び豊かな創造力をもち、変化に対応して、新たなモノや

サービスを創り出すことができる人材の養成を目的としている。 
 

図表 １-９ 養成する人材像とカリキュラムフレーム 

 
東京保健医療専門職大学は、経験と理論に裏付けられた知識と技術に基づいた高度な実

践力を有し専門業務を牽引できる人材、及び社会や医療等のニーズの変化に対応して、新た
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なモノやサービスを創り出すことができる豊かな創造的応用力、展開力を有する人材とし

ての理学療法士・作業療法士の養成を目的としている。このような能力の育成は、専門学校

では教育の目的となっていない。 
 
（２）教育課程 

＜専門学校の教育課程＞ 

日本リハビリテーション専門学校は、理学療法士及び作業療法士の養成課程として１課

程（医療技術専門課程）、理学療法学科昼間部・夜間部、作業療法学科昼間部・夜間部の４

学科で構成し、教育科目は、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則」に基づいてい

る。2020（令和２）年４月１日から施行される「理学療法士作業療法士養成施設指導ガイド

ライン」（平成 30 年 10 月５日 医政発 1005 号 第１号 都道府県知事宛本職通知）による

と、理学療法士養成施設・作業療法士養成施設共に、「基礎分野」（14 単位）、「専門基礎分

野」（30 単位）、「専門分野」（57 単位）であり、専門分野のうち臨地実務実習は、理学療法

士養成施設は（20 単位）、作業療法士養成施設は（22 単位）である。その内容は、国家資格

の取得の為の専門知識及び技術の修得を目指す教育科目により構成している。 
理学療法士及び作業療法士は３年制で国家資格の受験資格を取得可能であるが、日本リ

ハビリテーション専門学校では即戦力となる人材をするため、４年制をとっている。高度専

門士の称号を付与できる専修学校専門課程を持ち、卒業に必要な単位は 126 単位である。

基本的に学部を横断した教育プログラムは一部を除いて実施していない。 
 

＜専門職大学の教育課程＞ 

専門職大学では、文部科学省が定める４つの科目群に則り教育課程を編成するとともに、

理学療法士・作業療法士の資格取得のために必要な厚生労働省が定めた指定規則に基づい

て教育課程を編成する。また、養成する人材像に必要な能力を育成するために、横断的なプ

ログラムを開発し、さらに展開科目では保健医療分野の実務リーダーとして必要なマネジ

メント能力育成のための科目群、新しい事業やサービスにつながる「美容ケア」「支援シス

テム工学」などの隣接他分野の教育を行う。 
専門職大学は、「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」、及び「総合科目」の４つの科目

で構成されている。東京保健医療専門職大学では、「基礎科目」「展開科目」で選択科目を設

定しており学生の自主的な学修意欲を促す要因になると思われる。 
リハビリテーション学部 理学療法学科・作業療法学科では、国家資格を取得するための

教育科目の設定を含め、専門職大学の教育目的である高度な実践力と豊かな創造力を有す

る理学療法士・作業療法士を養成するために、理学療法学科では、基礎科目 20 単位、職業

専門科目 101 単位、展開科目 20 単位、総合科目４単位、合計 145 単位、作業療法学科では

基礎科目 20 単位、職業専門科目 101 単位、展開科目 20 単位、総合科目４単位、合計 145
単位の教育課程を設定している。 
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実習時間は理学療法学科 900 時間、作業療法学科 1,260 時間と、専門学校に比べ長く、

かつ実習内容とその評価方法は、より具体的で高度なものとしている。 
「基礎科目」は、生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るため

に必要な能力を育成する為の授業科目である。他人を敬う心の大切さを踏まえ敬心学園の

理念を理解する「敬心における共生論」を主要科目として配置し、共生社会、QOL の維持・

向上についての基本を学ぶ。また「心理学」を主要科目に設定し、人の心に関する基礎的な

学修を行う。専門分野を学ぶ上での基礎的な能力を高める科目、社会人・職業人としての基

本的能力を養う科目を配置する。具体的には必修科目として職業倫理、リーダーシップ論、

社会学、統計学、チームワーク概論などを配置するとともに、生物学、法学などの科目を選

択科目として設定し、学生の自主的学修を促すようにしている。 
「職業専門科目」は、各学科に対応する国家資格取得のための基準を満たすように設定し

ている。さらに専門職大学に相応しい専門性の高い理論科目と演習・実習科目を配置した。

解剖学、生理学などの基礎医学系をはじめ、人間発達学、リハビリテーション医学の他、神

経内科学、整形外科学、内科学、老年医学、小児科学などの臨床医学系の科目を配置してい

る。特に関連する科目において、「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」に関連する内

容を含め、理学療法・作業療法関連科目は、概論に始まり、管理学、評価学、治療学、治療

学実習などのように順序性を持たせ、学生が確実に学修できるように設計した。授業内容は、

基本的内容は勿論であるが、より実際の臨床現場に即した内容、あるいは、実際の在宅医療

や訪問リハビリテーションの内容を含むものとする。また、ICF や QOL の視点、地域包括

ケアシステムや健康寿命の延伸の視点などについても関連科目で繰り返し触れることによ

り、学生への意識化を促すようにした。「職業専門科目」のうち、臨地実務実習は、「見学・

体験実習」「検査測定・評価実習」「総合実習」「地域実習」のように授業科目との整合性を

持たせ、学生が授業で学んだ内容を実習で経験できるように設定した。従来の実習中の対応

は、指導者あるいは学生から何らかの問題が提示されてから対応することが多いと思われ

るが、実習指導者との連絡を密にし、問題が生じていなくても原則として定期的に実習施設

を訪問し、必要に応じて訪問回数を増やして実習施設を訪問して対応することとしている。

また、実習前後に学生の発表等を通して実習の復習・予習だけではなく、通常の授業への取

り組み態度に繋がるように、学生の自主性を促すようにしている。 
本学設置の理由に掲げている「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」については、

関連する科目で学修するとともに、総合的に学ぶ独自科目「健康寿命の延伸」「在宅医療・

介護の推進」を設置した。 
「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダーと

して活躍するために、「専門領域に隣接する他分野（以下、「隣接他分野」と表現する。）」「組

織の経営・マネジメント（以下、「経営分野」と表現する。）」及びそれら分野を統合する分

野に関する科目を配置した。 
「展開科目」の設定は、専門学校や既設の大学には設定されていない科目群であり、専門
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職大学を特徴付ける科目群と言える。保健医療に関連する他の様々な分野との連携・協働が

必要とされてきており、学生の時から保健医療に関連するであろう他の分野について学修

することは、これからの理学療法士・作業療法士にとって重要な意味を持つと思われる。 
「隣接他分野」では、「共生福祉論」で共生社会の理解を深め、職業専門科目と融合する

ことで活躍の場を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や健康寿命の延伸への考えを深

め、複眼的な視点や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する組織の経営・

マネジメントを学ぶ科目を配置し、保健医療に関する諸課題の改善に必要な能力を育成す

る。 
「総合科目」では、卒業研究を設定した。基礎科目・職業専門科目・展開科目で学んだ幅

広い教養、職業専門科目を学修する上で必要不可欠な基礎知識・職業倫理・人間性、職業専

門に関する知識・技術・理論、及び学内外の実習で学んだ知識・技能・社会性等を基に、こ

れらの総合的教育成果を卒業研究として完成させ、豊かな専門性に裏打ちされた高度な実

践能力及び創造的応用力、研究能力の育成を図るものとして位置づけている。 
なお専門職大学では、教育課程連携協議会を設置し、産業界及びその他関係者によって構

成した委員による職業専門の見地、実習現場を中心とした現場のニーズ、関連する他分野に

ついて包括的なアドバイスを受け、教育課程の編成について協議を行い、協議結果は次年度

のカリキュラムに反映させる。 
 
（３）教員組織 

＜専門学校の教員組織＞ 

専門学校の教員は、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則」に基づき、「免許取得

後５年以上の実務経験を有する者」（ただし、今回の指定規則の改正により、厚生労働省が

指定した研修会の受講を義務付けられた。）とある。 
養成校基準に則り、資格取得教育に従事できる教員を採用している。学科毎に組織運営を

協議する学科会議を行うと共に、学科を越えてテーマ毎に協議を行う委員会活動を行って

いる。また、役職者が学校の運営について協議する経営会議を設けている。 
日本リハビリテーション専門学校の教員組織は、2018 年５月 1 日時点で専任教員 29 名

（学校長除く、以下同）である。 
 

＜専門職大学の教員組織＞ 

専門職大学では、実務家教員が制度として取り入れられており、専門分野における概ね５

年以上の実務の経験を有し、かつ、高度な実務能力を有する者がその条件である。また実務

家教員のうち、半数以上は大学等での教員歴、修士以上の学位、又は企業等での研究上の業

績のいずれかを求めるとあり、同じ実務家教員でも専門学校の教員とは、求められる要件が

質的に大きく異なるため、研究者教員と実務家教員とによる実践的な教育が可能と考えら



24 
 

れる。 
東京保健医療専門職大学においては、大学教員基準を満たす教員に加え、実務家教員基準

を満たす教員を多数採用し、アカデミックな学びに加え、実践的な学びを主導できる体制を

構築する。保健医療分野に限定せず、様々な分野で実務家として活躍してきた講師陣を手厚

く配置することにより、業界の枠にとらわれず広い視野で発想することができる人材育成

を行う体制を整える。 
東京保健医療専門職大学の教員組織は、専任教員 54 人（教授 23 人、准教授 8 人、講師

15 人、助教８人）であり、理学療法学科では、専任教員 27 人（教授 12 人、准教授 1 人、

講師 11 人、助教３人）、作業療法学科では、専任教員 27 人（教授 11 人、准教授７人、講

師４人、助教５人）である。定員に対する教員一人当たりの学生数は、リハビリテーション

学部は 3.0 人、理学療法学科・作業療法学科ともに 3.0 人である。2016 年度文部科学省学

校基本調査での教員一人当たり学生数の全国平均、私立大学 19.9 人、国立大学 9.4 人に比

べ少ない人数であり、手厚い指導を行える体制となっている。 
また、管理運営機関として、学部・学科毎の会議、各種委員会、さらに学長のリーダーシ

ップに基づいた迅速かつ適切な大学運営をサポートする諮問機関として幹部教職員によっ

て構成される「運営会議」を設置する。 
東京保健医療専門職大学においては、教員組織は「理論と実践を架橋する教育課程の提供

に必要な研究者教員・実務家教員を適切に配置する」ように義務付けている。研究者教員と

実務家教員による授業、専門学校とは異なるカリキュラムによる教育により、理学療法士・

作業療法士の課題である「医療機関における対象者の多様化・複雑化」、「在宅での生活に向

けての職種間連携・協働」、「在宅医療及び訪問リハビリテーションにおける役割」、「ICF の

活動・参加や QOL の維持・向上の視点を踏まえた地域包括ケアシステムや健康寿命の延

伸」、「関連する他分野との連携・協働」、「必要とされる様々なマネジメント」への対応が可

能な理学療法士・作業療法士の養成が可能と考える。 
なお、専任教員全員に研究室として個室を提供し、その他に研究用実験室も整備するなど、

教育研究に集中できる環境の提供に努める計画である。 
 
 

１０．既設の専門学校の計画 

2020（令和２）年４月 1 日の本学設置に伴う専門学校の今後の計画については以下に示

すとおりである。 
１）2020（令和２）年４月 1 日設置の専門職大学の学生総定員は 640 人である。 
２）敬心学園設置の専門学校５校の学生総定員は 3,526 人である。 
学科の廃止及び定員削減の状況は以下のとおりである。 

〇臨床福祉専門学校 
臨床福祉専門学校は、理学療法学科昼間部（３年制、入学定員 80 人）及び同夜間部
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（４年制、入学定員 40 人）を廃止する。 
柔道整複学科昼間部（３年制、入学定員 60 人）は廃止する。 
言語聴覚療法学科昼間部（入学資格大卒）（２年制、定員 80 人）は廃止する。 

 
専門職大学と専門学校（臨床福祉専門学校）が併存する期間の臨床福祉専門学校の教員配

置については、理学療法学科昼間部（３年制）は、３年次の授業、理学療法学科夜間部（４

年制）は、３年次から４年次までの授業には、必要な数の専任教員を配置する。 
 

１１．学校法人の沿革 

本学に関連した学校法人の沿革は以下のとおりである。 

1982（昭和 57）年４月 
学校法人情報学園が東京都知事認可、初代理事長に小林光俊

が就任、日本ジャーナリスト専門学校を設置 
1997（平成９）年４月 敬心学園に日本リハビリテーション専門学校を設置 
2003（平成 15）年４月 敬心学園に臨床福祉専門学校を設置 

 
本学に関連し設置している専門学校と取得可能な資格は以下のとおりである。 

学校名 学科 取得可能な資格 
日本リハビリテー

ション専門学校 
理学療法学科（昼・夜間部４年制） 理学療法士 
作業療法学科（昼・夜間部４年制） 作業療法士 

臨床福祉専門学校 
理学療法学科（昼間３年制、夜間４年制） 理学療法士 
言語聴覚療法学科（２年制） 言語聴覚士 
柔道整復学科（３年制） 柔道整復師 
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第２. 学部・学科等の特色 
 

１．中央教育審議会答申を踏まえた本学の役割 

本学は、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」の提言する「高等教育の多様

な機能と個性・特色の明確化」で示されている大学の７つの機能のうち、「高度専門職業人

養成」「幅広い職業人養成」「社会貢献機能」の機能に重きを置き、本学の個性・特色の明確

化を行っていく。 
 

２．大学の特色 

本学では、『健常者・障がい者、若年者・高齢者など多様な人々が「共生できる社会の実

現と発展」』という建学の精神のもと、専門分野の教育に加え、社会の変化や物事を構造的・

論理的に分析し、理解し、患者や利用者ニーズを把握し、新たなサービスの開発ができる能

力を持つ高度な保健医療分野の専門職人材を育成する。 
超高齢社会となった我が国にとって、「健康寿命の延伸」や「在宅医療・介護の推進」は

大きなテーマである。本学で育成する理学療法士・作業療法士は、これらのテーマの推進に

大きく関係し寄与する役割を担っている。本学では専門職としての教育に加え、これらの推

進に求められるコミュニケーション能力、分析力、調整力などの育成にも力を入れ、地域社

会に貢献できる保健医療専門職の育成に取り組む。 
「在宅医療・介護の推進」に関連の深い地域包括ケアシステムも本学が重点的に取り組む

分野である。多職種連携に加え、連携を推進するための情報共有や課題発見・解決力、ICT
等の最新技術の知識と理解、などを育成する。 

専門職大学ならではの科目である「展開科目」を積極的に活用し、理学療法士・作業療法

士が活躍できる可能性を広げるための能力を育成する。そのために、展開力、創造力を育む

関連する隣接他分野についての教育、保健医療の分野の新しいサービスや事業の継続性に

必要な「経営分野」についての教育を行う。それぞれの分野の専門知識に加え、隣接他分野

や経営についての教育を行うことで、幅広い視野を持つ理学療法士・作業療法士の育成につ

ながると考えている。 
このような教育を行うために、産業界及び行政・各種団体等を含めた「産業界等及び行政

等との連携」を重視している。本学の立地する江東区を始め、行政との関係は非常に重要で

あると考えている。江東区には４つの４年制大学があるが、本学が養成する理学療法士・作

業療法士の育成を行う大学はなく、地域からの本学に対する期待は高いと認識している。教

育課程連携協議会には、江東区職員１名を構成員として委嘱しており、開学後は保健医療分

野に加え、地域コミュニティとの関係構築も含め、行政との関係を重視して活動していく計

画である。 
さらに保健医療分野、隣接他分野の機器開発メーカー等の企業等と連携することで、最新

機器や事例・情報に触れる機会を増やし、学生の興味や関心を高め広げることにつなげる。 
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また敬心学園は、夜間部学生や社会人学生を積極的に受け入れ、学び直しや新たな職業能

力を身に付けたいという、幅広い年齢の、多様な志望動機や社会的背景を持った志望者に対

して教育を行い、社会人の学び直しニーズへの対応を行ってきている。本学でも、産業界や

地域社会等との連携を図りながら、学び直しや他の職業分野で活躍しながら、更に付加価値

を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる。 
 

３．学部・学科の特色 

（１）リハビリテーション学部 

リハビリテーション学部は、専門職大学として技能修得だけの教育でも、理論・研究偏重

の教育でもない、実践のために理論を修得し、その理論に基づいた技能を身に付けることで、

学外実習、引いては卒業後の現場での理学療法・作業療法を提供する際に、理論に基づいた

技術を提供できる人材を育成することを教育目標としている。さらに、「健康寿命の延伸」

や「在宅医療・介護の推進」において、理学療法士・作業療法士は重要な役割を担っている

ことから、訪問・通所リハビリテーション、多職種連携に必要な他職種の理解、組織のマネ

ジメントやコミュニケーション力の育成も行う。 
理学療法・作業療法の専門教育に加え、「経営分野」を学ぶカリキュラムは、本学の大き

な特徴である。経営分野についての知識を持つことで、円滑な組織運営、業務改善などにお

いて実務リーダーとして活躍することを目指している。 
さらに「ユニバーサルツーリズム」や福祉機器を取り扱う「支援システム工学」などの関

連する他分野について学ぶことで、新しい商品やサービス展開につながる能力を併せ持つ

理学療法士・作業療法士を育成する。 
＜理学療法学科＞ 

少子高齢社会が進展する中、地域における医療・介護・福祉の一体的なサービスが展

開されるようになっている。こうした状況において理学療法士に求められる役割も拡大

し、疾病の治療や機能の回復、個々人に応じた活動や参加を促す生活支援、あるいは健

康増進指導など幅広い分野で活躍できる人材が期待されている。さらには専門性を活か

し、社会の変化に対応して現場の中核を担える人材も求められている。こうした背景に

おいて、共生社会と QOL の推進に寄与できる実務家としての理学療法士の育成を目指

す。 
＜作業療法学科＞ 

作業療法の対象は、こどもから高齢者までの幅広い年代を含み、かつ、疾病や加齢に

起因する身体及び精神機能障害の領域にわたり、予防期、急性期、回復期、生活期、終

末期というさまざまな時期を包含する。また、作業療法士は、機能障害のみならず、個

人にとって意味のある活動や参加に対して、生活や人生の全体から対象者を捉える視点

を持ち、より健康で生き生きとした生活の支援ができる専門職として期待されている。

日本全体が共生社会の実現化を目指し、高齢者・障がい者も含めた人々の地域生活支援
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体制を充実させようとしている今日、対象領域や病期にこだわらず、専門知識と技術を

有することは勿論のこと、自立生活の視点から幅広い対象に支援のできる作業療法士を

育成するための系統的な教育を行う。また、地域生活の幅広いニーズに対応するため、

自ら地域生活上のニーズを発見・解決し、積極的に多職種連携や産業界等との連携を行

うことができる人材かつ共生社会の推進に寄与できる人材の育成を目指す。 
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第３. 学部・学科等の名称及び学位の名称 
 

１．大学の名称 

本学は東京都に設置する専門職大学であり、今後地域における保健医療の実務リーダー

を養成する大学であることから、大学の名称を「東京保健医療専門職大学」とした。 
「東京保健医療専門職大学」の校名については、① 校舎が東京都の特別区職員研修所の

民間活用であり、公私協力方式のモデル教育機関の役割と意義を与えられている、② 共生

社会が求められている時代にあり、人種・国籍・年齢を問わず全国及び世界から学生が集う

教育機関として、首都・東京からの情報と人材集約と発信基地の役割を担う、③ 本学の主

な教育研究目的を保健医療分野に置く、という３つの観点により「東京」にある「保健医療

専門職大学」であることから「東京保健医療専門職大学」とした。 
 

２．学部・学科等の名称 

学部名は、リハビリテーション分野を総称する名称として、「リハビリテーション学部」

とする。 
リハビリテーション学部に、理学療法学科と作業療法学科の２学科を設ける。 
 

３．学部・学科等の英文名称及び学位の名称 

大学の英語表記は、東京（Tokyo）に所在すること、保健医療分野（Health Sciences）の

高度専門職人材（Professional）を育成することを表するため、また国際通用性を考慮し

「Tokyo Professional University of Health Sciences」とする。 

学部英語名称は国際通用性の観点から、広く認知されている「School of Rehabilitation」
とする。 
学科の英語名称は、理学療法学科を「Department of Physical Therapy」、作業療法学科

を「Department of Occupational Therapy」とする。 

 
学位の名称 英語名称 

理学療法学士（専門職） Bachelor of Physical Therapy 
作業療法学士（専門職） Bachelor of Occupational Therapy 
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第４. 教育課程の編成の考え方及び特色 
 

１．教育課程の編成の考え方 

本学は、建学の精神として、『健常者・障がい者、若年者・高齢者など多様な人々が「共

生できる社会の実現と発展」』を掲げている。 
建学の精神のもと、「高い職業倫理観をもち、地域社会の保健医療分野の発展に貢献でき

る人間性豊かな即戦力となる高度専門職業人材の育成」を教育理念とする。この教育理念及

び養成する人材像を実現するために、必要な科目を以下の方針により配置する。 
「子供・高齢者・障がい者などの多様な人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り、高め

合うことができる『共生社会』」を実現するためには、これまでの保健医療サービスの対象

者ごとだけではなく、横断的に社会ニーズの多様化・複雑化に対応することが求められてい

る。そのためには、専門分野の教育に加え、物事を構造的・論理的に分析できる能力を持つ

人材を育成する必要がある。このような対応を担うことができる、高度な実務リーダーを育

成する。 
 教育課程は、専門職大学に求められる４つの科目群「基礎科目」「職業専門科目」「展開科

目」「総合科目」により構成し、すべての科目に主要科目を設定した。 
「基礎科目」は、生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るため

に必要な能力を育成するための授業科目であり、中央教育審議会答申の教養教育の考え方

も参考にし、保健医療分野の職業人材として将来活躍するためのリテラシー科目を配置し

た。 
「職業専門科目」は、各学科に対応する国家資格取得のための基準に則り、かつ専門職大

学として理論科目と演習・実習科目をバランスよく配置した。専門分野の科目群に加え、本

学独自の学科横断的に学ぶ連携活動科目及び「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」

を総合的に学ぶ科目も配置した。 
「展開科目」は、「隣接他分野」「経営分野」及びそれらを統合する「統合分野」で構成し

た。「隣接他分野」は「共生福祉論」を学部共通の主要科目とした。学科の特性を考慮し、

「身体障害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学Ⅱ」を理学療法学科

の、「ユニバーサルツーリズムによる外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムによる外出支援

Ⅱ」を作業療法学科の主要科目とし、理学療法士・作業療法士それぞれの専門知識に隣接す

る他分野の科目を学科別に選択必修として配置した。さらに共生社会の実現や QOL の維

持・向上に関連する科目を選択科目として配置した。「経営分野」は保健医療分野の経営を

専門的に学ぶ上で必要な経営全般の知識、及び保健医療分野の経営を、実務家教員が中心と

なり実践的かつ専門的に教授する。これら２つの分野を統合して学ぶ展開科目の総合的な

科目として、「共生社会の展開と実践」を設置した。 
 専門職大学としての総仕上げである「総合科目」は、各専門分野の研究ゼミナールを設定

した。理論及び実習で学んだ知識等を基に、卒業研究として完成させ研究能力の育成を図る。  
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２．教育課程の編成及び実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

（１）大学のカリキュラム・ポリシー 

本学は、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる知識・技術を修得させるため

に、「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」「総合科目」を体系的に配置する。それぞれの

科目には、主要科目を置く。 
講義形式、演習形式、講義・演習形式、実習形式のうち授業の内容に応じた形式で授業を

開講する。 
授業科目にナンバリングを行い、カリキュラム・マップを作成して学修の段階や順序、科

目の難易度や科目間の関係を表し、教育課程の体系性を明示する。 
 
教育内容、教育方法、そして評価を以下のように設定する。 

＜教育内容＞ 

１）基礎科目 

「基礎科目」は、保健医療の専門職として活躍するための知識や教養を涵養する科目を、

「社会」「組織」「地域・ボランティア」「科学」の４つの区分で配置する。 
他人を敬う心の大切さを踏まえ敬心学園の理念を理解する「敬心における共生論」を主

要科目として配置し、共生社会、QOL の維持・向上についての基本を学ぶ。 
その上で、専門分野を学ぶための基礎的な能力を高める科目、社会人・職業人としての

基本的な能力を養う科目を配置する。 
２）職業専門科目 

「職業専門科目」は、保健医療の専門職として必要なリハビリテーションに関する専門

知識・技術を学修する科目を体系的に配置する。 
障がい者や高齢者など多様な生活者が共生できる社会を目指し、課題解決する能力を

養う教育を行う。 
理学療法士・作業療法士の国家試験受験資格に必要な科目を体系的・系統的に配置する。 
保健医療専門職としての実践能力を修得するため、臨地実務（臨床）実習のほか、各種

実習、演習を適切に配置する。 
３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダー

として活躍するために、「専門領域に隣接する他分野（隣接他分野）」「組織の経営・マ

ネジメント（経営分野）」及び「統合分野」に関する科目を配置する。 

隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、職業専門科目と融合することで活躍の

場を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や健康寿命の延伸への考えを深め、複眼

的な視点や新たな発想力を養う。 
経営分野には、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、保健医療に関する諸課題の改善に必要な能力を育成

する。 
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統合分野には、隣接他分野と経営分野について総合的に学修する科目を配置する。 
４）総合科目 

「総合科目」は、保健医療の専門職かつ実務リーダーとして活躍するために、基礎科目、

職業専門科目、展開科目で学修した内容を深め、知識・技術の統合を図る科目を配置し、

問題解決能力を高める。 
少人数制ゼミナール形式で開講し、学生相互の知識共有を図るとともに卒業研究を行

う。 
 

＜教育方法＞ 

すべての授業は原則として１科目 40 名で行う。 
クラス担任と科目教員が連携し、学生の学修への取り組み状況や学業成績を把握して、学

生へのフィードバックを行う。 
ゼミナール形式で行う授業は、ディスカッションやアクティブ・ラーニング形式を取り入

れ、きめ細かな指導を行う。 
保健医療の専門職としての実践的能力を身に付けるため、臨地実務実習のほか、各種実習、

演習を適切に配置する。 
実務家教員による実践的な授業を行う。 
 

＜評価＞ 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める能力の修得を、次の方法・手法を用いて評価する。 
①カリキュラムにおける各科目の試験結果 
②単位修得状況 

 
（２）理学療法学科のカリキュラム・ポリシー 

１）基礎科目 

理学療法士として活躍するための知識や教養を涵養する科目を配置する。 
共生社会、QOL の維持・向上についての基本を学ぶ。その上で、理学療法を学ぶため

の基礎的な能力を高める科目、社会人・職業人としての基本的な能力を養う科目を配置

する。 
２）職業専門科目 

高度化かつ多様化する保健医療分野において、基本的な医学的知識を身に付けた上に、

理学療法に関する専門性を多面的な観点から学ぶ。加えて、より質の高い理学療法を提

供するため、保健医療に関する制度の理解、組織運営に関するマネジメント能力を養う

と共に、科学的な根拠に基づき、より安全かつ効果的な理学療法を提供できる能力を育

成するための理学療法専門科目を体系的に配置する。 
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３）展開科目 

理学療法の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した理学療法の実務リーダーとし

て活躍するために、「理学療法に隣接する他分野（隣接他分野）」「組織の経営・マネジ

メント（経営分野）」及び「統合分野」に関する科目を配置する。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、「身体障害への支援システム工学」など

理学療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や健康

寿命の延伸への考えを深め、複眼的な視点や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、所属する組織における諸課題の改善に必要な能力を

育成する。 
統合分野では、隣接他分野と経営分野の学修を統合し、共生社会の実現に貢献しうる役

割やサービスを考えることができる能力を育成する。 
４）総合科目 

これまでに修得した理学療法の知識と技術を統合し、専門性が求められる職業を担う

ための実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させることを目的とする。３年次以降、

実験・調査とその解析等の一連の研究課程を体験し、課題解決力・応用力を身に付ける。 
 
（３）作業療法学科のカリキュラム・ポリシー 

１）基礎科目 

作業療法士として活躍するための知識や教養を涵養する科目を配置する。 
他人を敬う心の大切さを踏まえ、敬心学園理念を理解し、QOL の維持・向上について

の基本を学ぶ。 
その上で、作業療法を学ぶための基礎的な能力を高める科目に加え、責任感や使命感を

持った職業人材を育成するために必要な科目を配置する。 
２）職業専門科目 

作業療法士として必要なリハビリテーションに関する専門知識・技術を学修する科目

を体系的に配置する。 
対象者を敬い、多職種や地域との連携や協働をしながら作業療法に取り組むことがで

きる能力を養う教育を行う。 
３）展開科目 

作業療法の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダーとして活躍する

ために、「作業療法に隣接する他分野（隣接他分野）」「組織の経営・マネジメント（経

営分野）」及び「統合分野」に関する科目を配置する。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、「ユニバーサルツーリズムと外出支援」

など作業療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や

健康寿命の延伸への考えを深め、複眼的な視点や新たな発想力を養う。 
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経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、所属する組織における諸課題の改善に必要な能力を

育成する。 
統合分野では、隣接他分野と経営分野の学修を統合し、共生社会の実現に貢献しうる役

割やサービスを考えることができる能力を育成する。 
４）総合科目 

基礎科目、職業専門科目、展開科目で学修した知識・技術を統合し、実務リーダーとし

て活躍できる作業療法士の育成を図る科目を配置する。卒業研究を通じ科学的な思考

過程を追求する姿勢を身に付ける。 
 
（４）大学のアセスメント・ポリシー 

本学では、教育成果を可視化し、教育改善を実施する目的で、３つのポリシー（アドミッ

ション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）を踏まえて、教育課

程や学生の学修成果を測定・評価する方法（アセスメント・ポリシー）を定めている。測定・

評価は入学時から卒業時までとし、機関レベル（大学）・教育課程レベル（学部・学科）・科

目レベル（授業科目）の３段階で多面的に実施する。（図表 ４-１） 
１）機関レベル（大学） 

学生の卒業率、退学率、志望進路（就職率、進学率）等から教育課程及び学修成果の達

成状況を評価する 
２）教育課程レベル （学部・学科） 

学部・学科の所定の教育課程における卒業要件達成状況（単位取得状況､GPA）、資格・

免許の取得状況等から教育課程全体を通した学修成果の達成状況を評価する 
３）科目レベル（授業科目） 

シラバスで提示された学修目標に対する評価や授業評価アンケート等の結果から、科

目ごとの学修成果の達成状況を評価する 
図表 ４-１ 評価方法等 

 

入学時 在学中 卒業時 
アドミッション・ポリシ
ーを満たす人材かどうか
の評価 

カリキュラム・ポリシーに
則って学修が進められてい
るかどうかの評価 

ディプロマ・ポリシーを満た
す人材になったかどうかの
評価 

機関レベル 
（大学） 

・入学試験  
・調査書等の記載内容 
・面接、志願理由書等 

・休学率  
・退学率 
・学修行動調査 

・卒業率  
・学位授与数  
・就職率 
・進学率（主として大学院） 

教育課程レベル 
（学部・学科） 

・入学試験  
・調査書等の記載内容 
・面接、志願理由書等 

・GPA※  
・修得単位数  
・進級率  
・学修行動調査 
・OSCE※ 

・GPA※  
・国家試験合格者数  
・国家試験合格率  
・資格取得率  
・進路状況 
・卒業時到達度アンケート 
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科目レベル 
（授業科目） 

 ・成績評価（定期試験）  
・学修ポートフォリオ  
・授業評価アンケート 

 

※１ GPA：Grade Point Average 学生が履修登録した科目１単位当たりの成績平均値 
※２ OSCE：Objective Structured Clinical Examination （客観的臨床能力試験） 

学生の模擬患者に対するインタビュー や臨床の現場で必要な基本的技能の実技

を、評価者が観察し、客観的に評価する試験 
 

３．授業科目 

本学は、専門職大学として理論にも裏付けられた実践力や応用力を修得させるよう留意

し、科目を配置した。各学科の授業形態別科目数は、講義科目を卒業に必要な科目数の半数

以上とした。 
（単位：科目） 

学科 講義科目 演習科目 実験・実習 計 卒業要件単位数 

理学療法学科  86 16 25 127 145 

作業療法学科  89 17 28 134 145 

 

【資料 １】カリキュラム・マップ 

 
（１）基礎科目 

基礎科目は「社会」「組織」「地域・ボランティア」「科学」の４領域で構成した。これら

の領域は養成する人材像及び中央教育審議会答申の教養科目の考え方も参考にし、設定し

たものである。保健医療の専門人材にとっての汎用的科目、社会的及び職業的自立を図るた

めに備える科目として 29 科目を配置し、そのうち必修科目は 10 科目 16 単位、選択科目を

19 科目とした。選択科目として配置した 19 科目は、学生の興味や将来の方向性に合わせ選

択できるようにした。 
「基礎科目」は、共生社会の実現のため将来地域や組織において保健医療の専門職として

活躍することを想定し、社会や組織を理解する上で必要な知識、コミュニケーション能力や

論理的思考力を育成することを目的として科目を配置している。学生が大学での学修を進

める上での基盤となるよう、１～２年次に履修する設定とした。社会の変化、地域との関係、

IT を中心とした他産業技術の発展、組織や経営に関わる課題などに目を向け、理解するた

めの科目を配置し、社会の高度化、多様化、複雑化を理解し、専門分野や展開科目の学修に

活かすための知識を学修させる。 
「基礎科目」は「社会」「組織」「地域・ボランティア」「科学」の４つの領域で構成した。

「社会」には生きがいづくりや健康寿命に関わる社会問題、対象者とその家族の生活支援や

コミュニケーション能力等に関する科目を配置した。「組織」には、組織で働く上で必要と

なる知識や考え方に関する科目を、「地域・ボランティア」では、保健医療専門職として地
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域で、あるいはボランティアとして活動する上で関連する科目を配置した。「科学」には、

科学技術・知識や科学的思考力を学ぶ科目を中心に配置した。「心理学」「社会学」などの科

目で家族や女性について、「職業倫理」「社会人基礎力」「チームワーク概論」「地域防災」「地

域ボランティア論」「建築・まちづくり」では地域包括ケアや地域での取り組みに関連する

知識や取り組み姿勢を学び、本学設置における課題にも対応するよう科目を配置した。 
また「基礎科目」には、主要科目として２科目を設定した。「敬心における共生論」は、

学園理念を踏まえ「共生社会」や「リハビリテーション」さらには「QOLの維持・向上」に

ついて理解を深める科目である。この科目は、本学の科目の中で基礎となる考え方を教授す

る科目であることから主要科目とし、学長が担当する。また「心理学」は、全ての医療専門

職の基礎となる学問であることから主要科目として設定し、専任の准教授が担当する。 
 
「社会」は社会の中での位置づけや考え方、知識を涵養する９科目で構成し、うち必修科

目は４科目、そのうち２科目を主要科目とした。この領域は、「社会学」「経営学」「法学」

など社会の仕組み・システムについて実務で活用できる知識を修得し、広い視野を養うこと

を目的としている。 
 

[必修科目] 
〇敬心における共生論、〇心理学、社会学、実務英会話    ※〇：主要科目 

[選択科目] 
観光学、経営学、音楽文化論、法学、国際関係論 

 
「組織」は保健医療の専門職として、組織の中で働く上で必要となる考え方・知識に関す

る６科目を配置した。職業人として必要な倫理観や、チームワークやリーダーシップについ

ての考え方を涵養する。国内だけでなく、インバウンド・アウトバウンドに対応できるよう、

国際的な領域を扱う科目も取り入れた。なお、本学は社会人学生の入学も積極的に受け入れ

る計画のため、既に社会経験のある学生もいることを考慮し、社会人として必要な能力を育

成する「社会人基礎力」は選択科目として配置した。 
[必修科目] 

職業倫理、チームワーク概論 
[選択科目] 

リーダーシップ論、社会人基礎力、コミュニケーション論、国際協力論 
 
「地域・ボランティア」の領域には、選択科目のみ４科目配置した。保健医療の専門職と

して、地域やボランティアについて学ぶことは、生涯にわたり大きな意味を持つと考え、配

置した領域である。また、本学は障がい者スポーツボランティアに力を入れる計画である。

保健医療の専門職として、地域との関係、ボランティアの考え方などを学ぶことで、地域の
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中での役割や貢献について考えることができる人材育成につなげる。 
 
[選択科目] 

スポーツボランティアⅠ、スポーツボランティアⅡ、地域ボランティア論、地域防災 
 
「科学」の領域は、科学技術・知識、分析力や科学的思考力を涵養する領域として設定し、

10 科目を配置した。「統計学」は大学での研究及び生涯にわたり実務と研究の場面でも必須

な知識であることから、必修科目として設定した。地域包括ケアに関連する住まいやまちづ

くりに関わる基礎的知識を学修する科目であることから「建築・まちづくり」を、また保健

医療の専門職に関連する科学的・技術的知識をリテラシーとして学ぶべきと考え「物理学」

「生物学」を必修科目として配置した。このほか、「健康寿命の延伸」に関連した科目「健

康科学」「食と健康」を配置した。 
 

[必修科目] 
建築・まちづくり、統計学、物理学、生物学 
[選択科目] 
統計学序論、情報リテラシー、ICT 概論、健康科学、食と健康、化学 
 

【資料 ２】基礎科目一覧 

 
 
（２）職業専門科目 

職業専門科目は、保健医療分野において差別化された高度な専門性を有し、多様化された

社会課題の解決に主体的に取り組むことができる能力を有する理学療法士、作業療法士を

育成する。職業専門科目では、ディプロマ・ポリシーの「保健医療分野の専門性」と「課題

解決力」に関わる能力を育成する。 
リハビリテーション学部のカリキュラムは、理学療法士、作業療法士の国家資格職業人と

しての知識技術を修得するために“概論・総論→各論（理論）→実習”といった段階付けを

意識した設定となっている。 
「各論（理論）」では学外実習の到達目標と対応し、基本的な治療の理論的背景を修得す

ることを目的として、講義形式により理学療法・作業療法の治療理論を学ぶ。 
「実習」では学外実習の到達目標の「精神運動領域」に対応し、「概論・総論」「各論（理

論）」で必要な知識を学修した上で、技術・技能として理学療法・作業療法を修得する。そ

れぞれの実習科目に必要な実習施設は、学生人数分を確保している。（図表 ４-２、図表 
４-３） 
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図表 ４-２ 実習先の確保状況：理学療法学科 

（単位：人） 見学実習 検査・測定実習 評価実習 総合実習 地域実習 

受入予定人数 80 80 80 80 80 

 
図表 ４-３ 実習先の確保状況：作業療法学科 

（単位：人） 体験実習Ⅰ 体験実習Ⅱ 評価実習Ⅰ 評価実習Ⅱ 総合実習Ⅰ 総合実習Ⅱ 地域実習 

受入予定人数 80 80 80 80 80 80 80 

 
「職業専門科目」では、解剖学、生理学などの基礎医学系をはじめ、人間発達学、リハビ

リテーション医学の他、神経内科学、整形外科学、内科学、老年医学、小児科学などの臨床

医学系の科目を配置し、特に関連する科目において、「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の

推進」に関連する内容を含むものとしている。理学療法・作業療法関連科目は、概論をはじ

め、管理学、評価学、治療学、治療学実習などのように順序性を持たせ、学生が確実に学修

できるように設定した。授業内容は、より実際の臨床現場に即した内容、あるいは、実際の

在宅医療や訪問リハビリテーションの内容を含むものとし、ICF や QOL の視点、地域包括

ケアシステムや「健康寿命の延伸」の視点などについても関連科目で繰り返し触れることに

より、学生への意識化を促すよう留意した。 
「人体の構造と機能及び心身の発達」「疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進」では、

専門職として必要な医学的基礎知識の基盤の上に、障がい者、高齢者及びリハビリテーショ

ンを必要とするすべての人々の健康状態、心身機能と構造、活動と参加の状態を科学的に分

析し、論理的に考察するための能力を育成することを目標とする。専門領域の知識・技能を

効率的に修得するために、基礎医学、臨床医学、専門教育を段階的に配置した。解剖学・生

理学・運動学などの基礎医学の講義と実習を１年前期から２年前期に配置し、修得した医学

的知識を基に２年前期から３年前期にかけて臨床医学を学ぶ。基礎医学と臨床医学の知識

を基盤として、理学療法学科では１年後期から３年前期に評価学、２年前期から３年後期に

かけて治療学を学び、作業療法学科では１年後期から２年後期にかけて評価学を学び、３年

前期から３年後期にかけて治療学を学ぶ。 
「基礎療法学」「管理学」「評価学」「治療学」においては、専門職としての基本的知識と

技能及び専門領域における問題解決のための科学的・論理的思考力の修得を図り、保健医療

専門職としての高い倫理観の涵養と基本的態度、コミュニケーション能力の育成を目標と

する。また、「地域療法学」では、今後リハビリテーション専門職として期待される地域包

括ケアシステムにおける理学療法士、作業療法士の役割を学び、将来にわたって変化し続け

る日本及び国際社会のニーズに対応できる基礎力を育成する。「臨地実務実習」では、講義

及び演習・実習で学んだ知識と技術をもとに、臨地実務実習指導者の指導のもとで、実際に
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理学療法又は作業療法の過程を経験し、知識と技術の修得を図るとともに、対象者の問題解

決を図るための科学的・論理的思考、保健医療専門職として求められる基本的態度・コミュ

ニケーションの修得を目標とする。 
また、理学療法・作業療法の現場での流れに沿う形で、「評価学→治療学」という基本的

な体系を段階付けて修得できるように学年配置を位置づけている。 
卒後の臨床実践のために修得すべき学外実習（体験実習・見学実習、評価実習、総合実習、

地域実習、その他）では、学内の講義・演習・実習の進行到達度に応じて、履修時期を設定

している。 
学外実習については、（公社）理学療法士協会、（一社）作業療法士協会といった職能団体

がそれぞれ示す臨地実務実習の手引き等に準拠して、到達目標を「認知領域」「精神運動領

域」「情意領域」に分けて示している。 
学外実習の到達目標に対応し、「概論・総論」では、基本的知識（基礎知識）の学びに加

えて、職業人として必要な職業倫理や対人への理解（対象者とその家族や多職種協業のため

の多職種の理解など）といった態度や習慣の「情意領域」の内容を含み、それぞれの理論的

背景を学ぶことで専門学校教育の技術的要素だけではなく、理論的背景を理解できるよう

な内容としている。 
このほか、理学療法士・作業療法士として地域で障がい者や高齢者への支援をするために

必要な知識と多職種連携について学び、課題解決能力を育成する「地域共生のための連携活

動Ⅰ」「地域共生のための連携活動Ⅱ」を配置した。「地域共生のための連携活動Ⅰ」「地域

共生のための連携活動Ⅱ」は学部横断科目として配し、異なる職種の連携について講義・演

習形式で行い、理解を深める。 
更に、本学設置の背景・必要性に関わる「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」

について総合的に学修する「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」を必修科目として

配置した。 
 

＜理学療法学科＞ 

理学療法学科では、「人体の構造と機能及び心身の発達」（11 科目 12 単位）、「疾病と障害

の成り立ち及び回復過程の促進」（11 科目 16 単位）、「保健医療福祉とリハビリテーション

の理念」（９科目９単位）、「基礎理学療法学」（３科目３単位）、「理学療法管理学」（２科目

２単位）、「理学療法評価学」（８科目 12 単位）、「理学療法治療学」（18 科目 27 単位）、「地

域理学療法学」（３科目３単位）、そして「臨地実務実習」（５科目 20 単位）の計 70 科目 107
単位を配置した。 
理学療法学科では、12 科目を主要科目として設定した。保健医療分野の専門性を高める

科目として、身体に障がいのある人に基本的動作能力を獲得させ基本的な医学的知識を身

に付ける科目である１、２年次に配置した「運動学Ⅰ」「運動学Ⅱ」と「運動療法学総論」

「基礎理学療法概論」「基礎理学療法評価学」、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた
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QOL の維持・向上に関する知見を有する人材の育成及び、課題解決力を修め、理学療法に

関する専門性を多面的な観点から学び、より質の高い理学療法を提供するための理学療法

評価科目として２年次、３年次に配置した「運動器理学療法評価学」「神経理学療法評価学」

「内部障害理学療法評価学」である。さらに、理学療法に関する専門性を多面的な観点から

学びより質の高い理学療法を提供することに加え「健康寿命の延伸」に関係し、共生社会の

理解する理学療法治療科目として２年次、３年次に配置した「運動器理学療法学」「神経理

学療法学」「内部障害理学療法学」「高齢者理学療法学」を主要科目とした（図表 ４-４）。 
「健康寿命の延伸」に関しては、健康寿命の延伸について総合的に学修する科目である

「健康寿命の延伸」のほか、「疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進」で２科目、「保健

医療福祉とリハビリテーションの理念」で 1 科目、「理学療法管理学」で 1 科目、「理学療

法治療学」で４科目、臨地実務実習では「地域実習」で、関連する教育を行う。 
「在宅医療・介護の推進」は、在宅医療・介護の推進について総合的に学修する科目であ

る「在宅医療・介護の推進」のほか、「疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進」で１科

目、「理学療法治療学」で３科目、「地域理学療法学」で３科目、そして「地域実習」で関連

する教育を行う。 
 

図表 ４-４ 理学療法学科の主要科目 
 科目名 学年配当 区分 

１ 運動学Ⅰ １後 専 

２ 運動学Ⅱ ２通 専 

３ 基礎理学療法概論 １前 専 

４ 基礎理学療法評価学 １後 専 

５ 運動器理学療法評価学 ２前 専 

６ 神経理学療法評価学 ２前 専 

７ 内部障害理学療法評価学 ３前 専 

８ 運動療法学総論 １後 専 

９ 運動器理学療法学 ２後 専 

10 神経理学療法学 ２後  

11 内部障害理学療法学 ３後 専 

12 高齢者理学療法学 ３前 実専 
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図表 ４-５「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」について学修する科目 
：理学療法学科 

「[健康寿命の延伸」について特
に学ぶ科目 

「健康寿命の延伸」について学
修する要素のある科目 

健康寿命の延伸（総合的な科目） 

内科学 神経内科学 

老年医学 小児科学 

運動器理学療法学 整形外科学 

神経理学療法学 精神医学 

内部障害理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅰ 

高齢者理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅱ 

地域実習 基礎理学療法概論 

公衆衛生学 理学療法管理学Ⅱ 

理学療法管理学Ⅰ 日常生活活動学実習 

  小児理学療法学 

  生活環境学 

  地域連携学 

  地域理学療法学 
  

「在宅医療・介護の推進」につ
いて特に学ぶ科目 

「在宅医療・介護の推進」につ
いて学修する要素のある科目 

在宅医療・介護の推進（総合的な科目） 
神経内科学 公衆衛生学 

運動器理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅰ 

神経理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅱ 

高齢者理学療法学 基礎理学療法概論 

生活環境学 理学療法管理学Ⅰ 

地域連携学 理学療法管理学Ⅱ 

地域理学療法学 日常生活活動学 

地域実習 日常生活活動学実習 

 
 

＜作業療法学科＞ 

作業療法学科は、「人体の構造と機能及び心身の発達」（12 科目 12 単位）、「疾病と障害の

成り立ち及び回復過程の促進」（11 科目 18 単位）、「保健医療福祉とリハビリテーションの

理念」（６科目７単位）、「基礎作業療法学」（４科目４単位）、「作業療法管理学」（２科目２

単位）、「作業療法評価学」（７科目７単位）、「作業療法治療学」（22 科目 22 単位）、「地域作

業療法学」（６科目６単位）、そして「臨地実務実習」（７科目 27 単位）の計 77 科目 105 単

位で構成している。 
作業療法学科では、以下の３つの考え方から主要科目として 11 科目を設定した。まず、

「理学療法士及び作業療法士法 第一章 第二条」にある『「作業療法」とは、身体又は精
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神に障害のある者に対し、主としてその応用的能力又は社会的適応能力の回復を図るため

～』に則り、「精神系」「身体系」に絞り、科目区分「専門分野 作業療法評価学・作業療法

治療学（指定規則）」の科目から、「身体機能作業療法評価学」「精神機能作業療法評価学」

「身体機能作業療法治療学Ⅰ」「身体機能作業療法治療学Ⅱ」「身体機能作業療法治療学Ⅲ」

「精神機能作業療法治療学」を主要科目として設定した。 
また、科目区分「専門分野 基礎作業療法学（指定規則）」の科目の中の講義科目のうち

作業療法の基礎的科目である「作業療法学概論」「作業療法学各論」「作業療法評価学概論」

を主要科目として設定した。さらに、身体に障がいのある人に基本的動作能力を獲得させ基

本的な医学的知識を身に付ける科目として「専門基礎分野 人体の構造と機能及び心身の

発達（指定規則）」の科目の中から、「運動学Ⅰ」「運動学Ⅱ」を主要科目として設定した（図

表 ４-６）。 
「健康寿命の延伸」については、疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進で３科目、保

健医療福祉とリハビリテーションの理念に１科目、作業療法治療学に３科目、地域作業療法

学に１科目、「健康寿命の延伸」について関連する教育を行い、作業療法治療学に配置した

「健康寿命の延伸」で総合的に学修する。 
「在宅医療・介護の推進」ついては、疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進で１科目、

作業療法学治療学で８科目、地域作業療法学に１科目、臨地実務実習では地域実習で関連す

る教育を行い、作業療法治療学に配置した「在宅医療・介護の推進」で総合的に学修する。 
 
 

図表 ４-６ 作業療法学科の主要科目 
 科目名 学年配当 区分 

１ 運動学Ⅰ １後 実（研） 

２ 運動学Ⅱ ２前 実（研） 

３ 作業療法学概論 １前 実専 

４ 作業療法学各論 ２前 専 

５ 作業療法評価学概論 １後 専 

６ 身体機能作業療法評価学 ２前 実専 

７ 精神機能作業療法評価学 ２前 専 

８ 身体機能作業療法治療学Ⅰ ３前 実（研） 

９ 身体機能作業療法治療学Ⅱ ３前 実（研） 

10 身体機能作業療法治療学Ⅲ ３前 実専 

11 精神機能作業療法治療学 ３前 専 
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図表 ４-７ 「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」について学修する科目 
：作業療法学科 

「[健康寿命の延伸」について特
に学ぶ科目 

「健康寿命の延伸」について学
修する要素のある科目 

健康寿命の延伸（総合的な科目） 

内科学 精神医学 

整形外科学 神経内科学 

老年医学 小児科学 

公衆衛生学 地域共生のための連携活動Ⅰ 

生活環境学 地域共生のための連携活動Ⅱ 

日常生活活動作業療法治療学 作業療法評価学概論 

高齢期作業療法治療学 精神機能作業療法評価学 

  発達障害作業療法評価学 

  身体機能作業療法治療学Ⅰ 

  身体機能作業療法治療学Ⅱ 

  身体機能作業療法治療学Ⅲ 

  精神機能作業療法治療学 

  精神機能作業療法治療学実習 

  発達障害作業療法治療学 

  日常生活活動支援治療学 

  地域作業療法学 

  地域作業療法学実習 

  地域実習 
  

「在宅医療・介護の推進」につ
いて特に学ぶ科目 

「在宅医療・介護の推進」につ
いて学修する要素のある科目 

在宅医療・介護の推進（総合的な科目） 
神経内科学 精神医学 

身体機能作業療法治療学Ⅰ 老年医学 

身体機能作業療法治療学Ⅱ 地域共生のための連携活動Ⅰ 

身体機能作業療法治療学Ⅲ 地域共生のための連携活動Ⅱ 

発達障害作業療法治療学 精神機能作業療法治療学 

高齢期作業療法治療学 生活環境学 

日常生活活動支援治療学   

日常生活活動作業療法治療学   

地域作業療法学   

地域実習   

 
 
（３）展開科目 

①展開科目の全体構成 
展開科目は、保健医療の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダーとして

活躍するために、「隣接他分野」「組織の経営・マネジメント」及びそれらを統合する「統合
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分野」の３分野で構成した。 
展開科目では、ディプロマ・ポリシーの「共生社会の理解」「応用力」及び「組織の経営・

マネジメント」に関わる能力を育成する。「隣接他分野」は「共生社会の理解」と「応用力」

を、「組織の経営・マネジメント」は「組織の経営・マネジメント」に関わる能力を育成す

る分野として、「統合分野」は２つの分野で学んだ学修内容を統合する分野として設定した。 
「組織の経営・マネジメント」で育成する能力は異なる資格であっても共通して必要な能

力であるため、異なる資格に係る人材を養成する本学部であるが、２学科共通に科目を配置

し、資格特性に対応した能力は「隣接他分野」の科目で育成する。 
隣接他分野の必修単位は５単位、経営分野の必修単位は８単位、統合分野の必修単位は 1

単位、合計 14 単位とし、学生の興味や将来の方向性に合わせ科目を選択できるよう選択科

目を６単位以上とした。 
 

②隣接他分野 
「隣接他分野」は、ディプロマ・ポリシーにおける「共生社会の理解」及び「応用力」に

関わる能力を育成する。保健医療に隣接する他分野の知識・技術、理論を学ぶことで、主に

「健康寿命の延伸」や「在宅医療・介護の推進」に寄与する能力、幅広い視野を修得するこ

とを目的としている。養成する人材像をふまえ、多様な生活者の QOL の維持・向上に関す

る知見を身に付け、理学療法士・作業療法士の活動の可能性を広げる隣接する他分野につい

て学修する分野及び科目を配置した。 
「共生福祉論」は、リハビリテーション分野と関連の深い福祉と共生社会との関係につい

て学ぶ科目であり、基礎科目の「敬心における共生論」で学んだ知識をベースに、共生社会

と福祉についてさらに理解を深める。「隣接他分野」の基盤となる科目であるため、主要科

目として設定した。この科目は、学部共通科目であり、本科目で共生社会について学修した

のち、「隣接他分野」の他の科目を履修する。 
「隣接他分野」では、各学科で養成する資格特性に応じた隣接する他分野の科目を学科ご

とに設定した。「共生福祉論」を学んだ上で、職業専門科目と融合することで活躍の場を広

げる科目を配置し、QOL の維持・向上や「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」への

考えを深め、複眼的な視点や新たな発想力を養う。 
「隣接他分野」は、原則として講義科目である「Ⅰ」で基本的な知識・能力を教授し、演

習・実技科目である「Ⅱ」において「Ⅰ」で身に付けた知識・能力を定着させ理解を深める、

という構成とした。 
 

＜理学療法学科＞ 
設置の必要性として掲げている「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」には、「予

防」が重要な要素である。身体機能の回復だけでなく、健康増進という観点で、あるいは高

齢者の転倒予防など、「予防」においても理学療法士に期待される役割は高まっている。ま
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た高齢化の進展により「在宅医療・介護の推進」においては、在宅での運動機能回復への支

援に加え、住み慣れた家・地域で生活するために、福祉用具や機器の活用などでの自立支援

も理学療法士にとって重要な役割となっている。 
理学療法士は、基本的動作能力の回復を図るために運動療法や物理療法を用いながらリ

ハビリテーションを行うスペシャリストであることから、「隣接他分野」では、身体機能の

低下の予防や回復に隣接する分野の知識や技術を修得し、多様な生活者の健康寿命の延伸

等を含めた QOL の維持・向上に創造的な役割を果たすことができる理学療法士の育成を目

指し、理学療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置した。 
ロボットに代表される福祉介護分野における支援システムの開発から市場投入までの一

連のプロセスを、実証実験手法も含めて体系的に学ぶ「身体障害への支援システム工学Ⅰ」

「身体障害への支援システム工学Ⅱ」を主要科目と設定した。 
また、身体機能の低下の予防や回復に隣接した多様な生活者の QOL の維持・向上に貢献

する能力を育成する観点から、「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障害者の社

会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」の４科目を選択必修科目として設定した。「運動・

スポーツを通じ、健康寿命の延伸と QOL の維持・向上に貢献する能力育成」を目指す。 
「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」は、コーチングのスキルを身に付け、そ

のスキルを活用しスポーツを通じて健康寿命の延伸を図るための能力を育成する科目であ

る。 
「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」は、教育方法やティーチングを学修

し、スポーツを通じた障がい者の社会参加を推進する科目である。 
更に「多様な生活者の QOL の維持・向上に創造的な役割を果たす」科目として、聴覚障

害者の心のバリアを取り除くコミュニケーション手段及び高齢者や障がい者の物理的バリ

アやユニバーサルデザインについて学修する機会を設けるため、「手話による聴覚障害者と

のコミュニケーションⅠ・Ⅱ」と「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」を選択科目

として配置した。 
 

＜作業療法学科＞ 
高齢者や障がい者、在宅医療生活を送る人々の生きがいを支援することは作業療法士の

重要な役割の一つである。しかし生きがいや外出支援に関わる作業療法に隣接する他分野

の知識は従来の作業療法士養成教育には含まれていないため、卒業後、作業療法士として活

動しながら必要に応じて身に付けている。 
作業療法士は、身体や精神に障害があり日常生活に支援が必要な人々へ、作業を通じて社

会とつながりを持つための支援を行うスペシャリストであることから、「隣接他分野」では

「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に関連する分野の知識や技術を修得し、その知

識を応用することで、多様な生活者の健康寿命の延伸や QOL の維持・向上に創造的な役割

を果たすことができる作業療法士の育成を目指し、作業療法と融合することで活躍の場を
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広げる科目を配置した。 
高齢者や障がい者などは施設や住宅での限られた環境下の生活から、「お出かけ」をする

ことで徐々に社会参加が促進され、本人への刺激、生きがい、健康増進への意欲等が促進さ

れること、外出や旅行は共生社会へつながる一歩であることから、ユニバーサルデザインや

バリアフリーとの関係、障害の社会モデルについて学ぶ科目である「ユニバーサルツーリズ

ムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」を主要科目として設定した。 
また、高齢者・障がい者の社会参加・外出支援につながり、健康寿命の延伸と QOL の維

持・向上に寄与する能力を育成する観点から「美容ケアによる QOL の維持・向上Ⅰ・Ⅱ」

を、日常生活支援に役立ち対人交流を促進し社会とのつながりを深めることで健康寿命の

延伸と QOL の維持・向上に寄与する能力を育成する観点から「音楽療法による QOL の維

持・向上Ⅰ・Ⅱ」を、選択必修科目として設定した。 
美容は旅行とともに保険外サービスの一つとして取り上げられており、「健康寿命の延伸

に寄与するヘルスケアビジネスの一つとして、高齢者の生活の質を高める保険外サービス

を充実させていくことの意義は大きい（「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険

外サービスの参考事例集」（厚生労働省 農林水産省 経済産業省 平成 28 年３月））」と

あるように、対象者の日常生活を支援する作業療法士にとって有益であり、かつ創造的な知

識・能力につながると考え設定した科目である。 
「音楽療法による QOL の維持・向上Ⅰ・Ⅱ」は、言語を用いた治療法が難しい重度の障

がい者から健康な人々まで、広い汎用性があり保健医療福祉の様々な領域で行われている

音楽療法の概要を学ぶ科目である。音楽療法は、音楽の力（作用）によって発達促進のため

の活動やリハビリテーションの効果を高め、言語面や身体面だけでなく社会性を向上させ

ることで、障がい者や高齢者の日常生活支援に寄与する。また、交流を促進し孤立を防ぎ「居

場所作り」に役立つことから、地域包括ケアシステムにおいても有用性が期待でき、対象者

の日常生活を支援する作業療法士にとって有益であり、かつ創造的な知識・能力につながる

と考え設定した科目である。 
認知症高齢者・介護予防・精神障がい者・障がい児者・重症心身障がい者のための音楽療

法の目的と方法、使用される楽曲や楽器、活動の構造について学び、活動計画の立案に必要

な基礎知識を身につける。 
更に、「『共生社会の実現』のため多様な生活者の QOL の維持・向上に創造的な役割を果

たす」科目として、聴覚障がい者の心のバリアを取り除くコミュニケーション手段及び福祉

用具や機器の活用などによる自立支援について学修する「手話による聴覚障害者とのコミ

ュニケーションⅠ・Ⅱ」と「身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」を選択科目として配置

した。 
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図表 ４-８  「展開科目」の科目一覧 

 科目 主要 理学療法  作業慮法 

統合分野 共生社会の展開と実践 主 ● ● 

隣
接
他
分
野 

共生福祉論 主 ● ● 

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 主 ● △ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 主 △ ● 

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ  〇 ― 

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ  〇 ― 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ  ― 〇 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ  ― 〇 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ  △ △ 

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

実務リーダーのための経営戦略論（２） 

経営分野

の基本を

学ぶ科目 

主 ● ● 

組織・人材マネジメントの理論と実践（２） 主 ● ● 

実践マーケティング戦略（２）  ● ● 

実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１）  △ △ 

実務リーダーのための財務会計Ⅱ（１）  △ △ 

ビジネスのための法律（１）  △ △ 

ビジネスのための IT（１）  △ △ 

事業計画策定概論（２） 経営の総
合的な科

目 

 △ △ 

総合事業開発（１）  △ △ 

保健医療経営Ⅰ（２） 
保健医療

経営 

 ● ● 

保健医療経営Ⅱ（１）  △ △ 

在宅サービスの事業経営（１）  △ △ 

●：必修科目  〇：選択必修科目   △：選択科目  ―：科目設定なし 

主：主要科目 

※隣接他分野の各科目は、「Ⅰ」が講義２単位、「Ⅱ」が演習・実技１単位である 

 経営分野の（ ）内は単位数 

 
③組織の経営・マネジメント（経営分野） 
「組織の経営・マネジメント」は、ディプロマ・ポリシーにおける「組織における経営・

マネジメント力」に関わる能力の育成を主に担う分野として設定した。経営分野の基礎とな

る理論や知識を学ぶとともに、それらが実際の企業や事業体・組織でどのように展開されて

いるか事例を通して学び経営全般の知識を体系的に修得するとともに、保健医療分野の経

営についても学び、応用力と実践力を高めていく。 
本学では将来のリーダー層の育成を目指していることから、将来必要となることが想定
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される知識として経営にかかわる学修を行う必要があると考え、必要な能力を育成する科

目を設定した。また「隣接他分野」では理学療法士・作業療法士の活躍の場を広げる隣接す

る他分野を学修するが、理学療法・作業療法に隣接するアイデアを構想としてまとめ展開す

るためにも経営分野の知識は有益である。  
様々な業界の企業や組織での経営の展開事例をケーススタディとして学び、その知見を

基に、自らの業界や分野において修得した知識や理論を応用・展開する。基本的な経営分野

の知識や理論を学んだ上で、保健医療分野の経営を専門的に学ぶ。 
 「組織の経営・マネジメント」を構成する科目は学部共通科目とし、経営・マネジメント

の骨格となる「実務リーダーのための経営戦略論」と「組織・人材マネジメントの理論と実

践」を主要科目として、「実践マーケティング戦略」と「保健医療経営Ⅰ」を必修科目とし

て設定した。このほか、社会人の学び直し学生の受け入れも想定し、学生のバックグラウン

ドや関心に対応できるよう、経営を学ぶ上で必要な科目を選択できる設定とした。 

「経営分野」には２つの目的がある。 
１つ目の目的は、組織における役割の変化を見据えた学びを提供することである。理学療

法や作業療法の専門職として医療機関等に就職した後、リーダー層、管理職層へとステップ

アップすることが想定されるが、その際には医療専門職としての知識に加え、経営・マネジ

メントの素養が求められる。組織の進むべき方向性を経営戦略として策定し、その実行のた

めの人材マネジメントを行う等、いかなる組織においても、その運営に必要な知識を学修す

る。その上で、保健医療分野の業界特性を踏まえた科目を修得する機会を提供する。 
２つ目の目的は、「隣接他分野」で学んだ内容を新しいサービスに展開する際に活用でき

る知識を学修することである。 
医療機関等においても、事業体の宿命として他施設との競合環境にさらされる。つまり、

利用者に支持されるサービスが提供できなければ、利用者減の事態となり、事業継続が困難

となる可能性がある。 
利用者が求めているのは、高品質な医療サービスだけではない。「隣接他分野」で学ぶ共

生社会の実現に向けて解決が必要な問題は、高齢者や障がい者等の利用者ニーズを把握し

それに対応した価値を提供することで、魅力あるサービス展開につながる可能性がある。 
共生社会を理解すると共に、経営・マネジメントの素養を身に付けることによって、医療

機関等が事業を継続する上で必要な知識を修得できると考えている。 
 
 

④統合分野 
展開科目を構成する「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」の 2 つの分野で学ん

だ学修内容を統合する分野として「統合分野」を設定し、統合科目「共生社会の展開と実践」

を配置した。 
「共生社会の展開と実践」は、リハビリテーション分野において創造的な役割を果たすた
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めに必要な能力を育成するため、「組織の経営・マネジメント」と「隣接他分野」の学修を

統合し、共生社会の実現に貢献しうる役割やサービスを演習により考える科目である。この

科目は、展開科目の担当教員と職業専門科目の関連する科目の教員が担当する。授業で検討

した結果の発表は学部合同で行い、学生が交流する機会を設ける。 
 

図表 ４-９ 展開科目の教育体系 
 

 
 

３
年
次

4
年
次

２
年
次

１
年
次

前
期

前
期

前
期

前
期

後
期

後
期

後
期

後
期

隣
接
他
分
野

経
営
分
野

統合分野

◎ 必修科目
○ 選択必修科目
△ 選択科目

◎

◎

△

Ｄ２: 共生社会の理解 Ｄ３: 課題解決力 Ｄ４: 応用力 Ｄ５: 組織における経営・マネジメント力Ｄ1: 保健医療分野の
専門性

◎

△

△

△

共生福祉論

実務リーダーのための経営戦略論

組織・人材マネジメントの理論と実践

実務リーダーのための財務会計Ⅰ

◎

◎

△

△

○

○

◎

○

○

△

△

共生社会の展開と実践◎

◎

△

△

△

△

身体障害への支援システム工学Ⅰ

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ

身体障害への支援システム工学Ⅱ

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ

実践マーケティング戦略

実務リーダーのための財務会計Ⅱ

ビジネスのための法律

ビジネスのためのIT

保健医療経営Ⅰ

在宅サービスの事業経営

保健医療経営Ⅱ

事業計画策定概論

総合事業開発

展開科目の教育体系：理学療法学科
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（４）総合科目 

総合科目はゼミナール形式の科目とし、必修科目・主要科目として配置し、専任の教授・

准教授が担当する。指導教員として理学療法学科 10 名、作業療法学科 10 名を配置し、十

分な指導を行うことができる体制とする。各ゼミナールは 10 名程度の少人数で行う。ディ
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Ｄ２: 共生社会の理解 Ｄ３: 課題解決力 Ｄ４: 応用力 Ｄ５: 組織における経営・マネジメント力Ｄ1: 保健医療分野の
専門性
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△

△

共生福祉論

実務リーダーのための経営戦略論

組織・人材マネジメントの理論と実践

実務リーダーのための財務会計Ⅰ

◎

◎

△

△

○

○

◎

○

○

△

△

共生社会の展開と実践◎

◎

△

△

△

△

実践マーケティング戦略

実務リーダーのための財務会計Ⅱ

ビジネスのための法律

ビジネスのためのIT

保健医療経営Ⅰ

在宅サービスの事業経営

保健医療経営Ⅱ

事業計画策定概論

総合事業開発

展開科目の教育体系：作業療法学科

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ

身体障害への支援システム工学Ⅰ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅱ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ

前
期

後
期
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スカッション、発表等により進める演習科目であり、各１単位と設定した。 
 
リハビリテーション学部では総合科目にゼミナールを配置し、卒業研究の指導を中心に

総合的な指導を行う。総合科目では主に実務研究能力の育成を行う。保健医療分野へ興味を

抱きより多くの保健医療分野の課題を解決する能力と資質を養うため、保健医療分野から

理学療法・作業療法それぞれの諸領域の具体的なテーマを設定し、文献検索や資料の収集、

仮説に基づいた実験・調査の実施とその解析から論文作成までの一連の研究過程を体験す

る。 
 

①理学療法学科 

理学療法学科では、総合科目にゼミナールを配置し、卒業研究の作成の指導を中心に総合

的な指導を行う。基礎ゼミナール２科目を３年次、卒業研究ゼミナール２科目を４年次に配

置した。「理学療法研究基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」において、研究論文執筆の基礎及び研究テ

ーマについて整理する。「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」で研究論文をまとめるための研

究計画の立て方を中心に進め、「理学療法研究卒業ゼミナールⅡ」で最終的に卒業研究とし

てまとめ、プレゼンテーション技能についても学ぶ。 
 

②作業療法学科 

作業療法学科では、総合科目にゼミナールを配置し、卒業研究の指導を中心に総合的な指

導を行う。基礎ゼミナール２科目を３年次、卒業研究ゼミナール２科目を４年次に配置した。

「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」において、研究論文執筆の基礎及び研究テーマにつ

いて整理する。「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ」で研究論文をまとめるための研究計画の

立て方を中心に進め、「作業学療法研究卒業ゼミナールⅡ」で最終的に卒業研究としてまと

め、プレゼンテーション技能についても学ぶ。 
 
 
【資料 ３】カリキュラム・ツリー（理学療法学科） 
【資料 ４】カリキュラム・ツリー（作業療法学科） 
 
 

４．成績評価 

（１）授業単位 

授業科目の単位計算方法は、次の基準による。単位認定の考え方、成績評価については

学生が十分理解できるよう、オリエンテーション、履修ガイダンス、学生便覧、大学ホー

ムページなどで十分に説明及び認知を行う。 
 講義及び演習については、15 時間から 30 時間の授業をもって１単位とする。 
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 実験、実習及び実技等については、30 時間から 45 時間をもって１単位とする。 
 臨地実務実習については、それぞれ 45 時間をもって、１単位とする。 
 卒業論文、卒業研究等の授業科目には、単位を授与する。単位数は学科ごとに、

別に定める。 
 

（２）単位の認定、科目の修得及び評価 

授業科目を履修し、その試験、又は論文等の審査に合格した者には、所定の単位を与え

る。各授業科目について、授業時間数の３分の１以上欠席した者は、当該科目の単位を取

得することができない。 
 
（３）成績の評価 

成績の評価は、S（90 点～100 点）・A（80 点～89 点）・B（70 点～79 点）・C（60 点～

69 点）・D（59 点以下）の５種とし、S・A・B・C を合格、D を不合格とする。 
またそれぞれの評価に対して、GPA（Grade Point Average）制度を導入する。GPA 制

度は、学生が自らの学修の習熟度を客観的に把握し、学生が学修計画を立てる上での参考

となり、学修効果を上げる上で役立てることができる。算出方法は、以下の考え方による。 
 

 グレードポイント（GP） 成績評価 点数 

合格 4 S 90 点～100 点 

3 A 80 点～89 点 

２ B 70 点～79 点 

１ C 60 点～69 点 

不合格 0 D 59 点以下 

 
    （グレードポイント×その授業科目の単位数）の合計 

GPA = ――――――――――――――――――――――――― 
     履修登録した全科目の総単位数      

 
 

５．教育課程に反映できる体制や仕組み 

（１）教育課程を見直す仕組み・体制 

教育課程を見直す仕組みは、教育課程連携協議会、自己点検評価、教務委員会、実習委

員会、及び学内体制で構成する。教育課程連携協議会は、教育課程の編成の向上に対して、

専門的・実務的・応用的な視点から審議する。自己点検評価では、教育課程連携協議会の

審議結果が本学の教育研究活動の水準向上に寄与しているかを評価項目の一つとする。 
本学では「自己点検・評価」を積極的に行うとともに、文部科学省の認定評価機関の第
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三者評価を定期的に受審し、教育課程連携協議会での審議結果が「教育課程の編成・開発・

解説・改善及び授業内容・方法の改善及び教員等の資質の向上」に反映され、高度専門職

業教育の向上に寄与しているかを検証する。 
一方、本学の教育課程連携協議会では、「本学の自己点検・評価及び文部科学省の第三者

評価機関による第三者評価」の結果を精査し、本学の学校運営・教育活動・教育成果・教

員等の資質の向上等において、優れた点や問題点等を検証し高度専門職業教育の充実・発

展に努める。学内では、教育課程連携協議会からの意見を受け、教務委員会及び実習委員

会で方針や重点事項を審議・検証し、運営会議で教育課程、評価方法を見直し、翌年度以

降の計画に反映させる。 
このように、教務委員会と実習委員会、自己点検・評価委員会と教育課程連携協議会と

の相互牽制作用により、本学の高度実践職業教育の向上に努める。 
 
（２）連携協議会の構成 

本学の教育課程連携協議会は、以下のように構成している。 
 

図表 ４-１０ 教育課程連携協議会の構成 
構成員区分 人数 概要 

教職員 5 本学教職員 

職業 2 
理学療法士・作業療法士の職能団体よ

り各 1 名 

地域 1 江東区福祉部地域ケア推進課職員 

協力 9 
実習受け入れ先関係者、産業界から授

業の共同開発を行った企業の代表者 

その他 3 
リハビリテーション、社会福祉分野、

及び医学分野の学識経験者 

計 20  

 
「職業」区分は、日本理学療法協会相談役、東京都作業療法士会副会長の２名により構成

している。これら２名は、それぞれの専門分野において、豊富な実務経験及び研究経験を持

ち、職業専門科目を中心に教育課程について客観的かつ建設的な意見を具申できる方々で

ある。２名のうち１名は大学・短期大学での教員経験も長く、本学の教育課程・授業科目が、

大学教育たりうる水準であるかという観点での役割も期待している。 
「地域」の区分には、本学キャンパスが立地する江東区の福祉部地域ケア推進課長に構成

員を依頼した。福祉部地域ケア推進課は、地域包括支援センターの運営、介護予防事業の実

施、高齢者の権利擁護等を行っている部署である。この部署は、本学設置の背景と必要性に

あげている地域包括ケアを担っており、地域包括ケアに関する教育を中心に、教育課程の見
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直しにご協力いただく計画である。「協力」は、実習受入先より８名を委嘱している。日本

のリハビリテーション病院の先駆者であり、リハビリテーション医療分野では日本の第一

人者である構成員には、「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」という課題に対し、本

学の教育課程の見直すべき視点・内容を中心に審議いただく。実習先に関係する構成員には、

実習及びそれらに関連する科目、あるいは指導方法等についてを中心に、実際の実習の状況

を踏まえ、具体的に意見していただくことを想定している。「協力」では、もう１名、本学

の基礎科目の「職業人基礎力」開発を共同で行った企業の経営者に委嘱した。職業人として

のリテラシー、働き方も関係が深いことから、展開科目における経営分野や隣接他分野にか

かわる見直しについての意見を期待している。「その他」には、リハビリテーション、社会

福祉及び医学分野で実務と研究経験の豊富な方々３名に構成員を委嘱した。これらの３名

は、大学教育及び研究に長年かかわり、教育課程の開発にも知見が深く、それぞれの専門分

野だけでなく包括的な意見を提示いただける方々であることから構成員とした。  
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第５. 教員組織の編成の考え方及び特色 
 

１．求める教員像 

本学は、「高い職業倫理観をもち、地域社会の保健医療分野の発展に貢献できる人間性豊

かな即戦力となる高度専門職業人材の育成」という教育理念及び、教育研究上の目的を推進

できる教員を求める。アドミッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー及びディプロマ・

ポリシーを理解していること、専門職大学の教員として産業界等との連携を図りながら高

度な専門性の教授を学生に対して行う能力を有すること、さらに自らの向上のため教育研

究への研鑽を積むことに努力をいとわない教員を求める。 
 
 

２．教員組織の編成方針 

本学においては、大学教員基準を満たす教員とともに、実務家教員基準を満たす教員を多

数採用し、アカデミックな学びだけでなく、実践的な学びを主導できる体制を構築する。保

健医療分野に加え、隣接他分野・経営分野で実務家として活躍してきた教員を配置し、広い

視野で発想することができる人材育成を行う体制を整える。 
リハビリテーション学部は、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則（昭和 41 年

３月 30 日文部省・厚生省令第３号）に定められた教員人数を満たした教員人数を確保して

いる。 
リハビリテーション学部には理学療法学科の専任教員として 27 名、作業療法学科の専任

教員として 27 名、合計 54 名の専任教員を配置した。 
 
 

３．教員の配置計画 

（１）教員の配置 

本学が専門職大学設置基準上必要な「学部の種類及び規模に応じ定める専任教員数」は以

下の図表 ５-１のとおりである。この規定数に対し、本学では必要教員数を十分に上回る教

員を配置し、手厚い教育指導体制を整えた。 
 

図表 ５-１  必要教員数と採用教員数 
学部名 学科名 定員（人） 必要教員数（人） 採用教員数（人） 

リハビリテー
ション学部 

理学療法学科 80（320） 8 18 

作業療法学科 80（320） 9 18 

小計 160（640） 16 36 

全体 160（640） 10 18 

合計 160（640） 26 54 
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専門職大学開学時の 2020（令和２）年４月１日までに 41 名（学長を含む）、開学２年目

の 2021（令和３）年度に 12 名、本学完成年度の 2023（令和５）年度までに 1 名を採用し

54 名の体制とする。そのうち実務家教員は 31 名で、大学設置基準上の必要教員数 11 名を

上回っている。実務家教員のうち研究能力を併せ有する修士号及び博士号の保持者は 15 名

で、設置基準上必要な研究能力を持つ実務家教員数６名を上回っている。 
また、専門職大学の使命として教育研究の充実発展を図って行くことが極めて重要なこ

とであり、豊富な実務経験と教育研究経験のあるアカデミックなキャリアを併せ持つ専任

教員についても重点的に配置（専任教員全体の 41％、22 名）する。 
各研究対象学問分野、教育課程における中核的な科目や必修の理論科目等に関しては、以

下のとおり適切な教員を配置した。教育上主要な授業科目には専任の教授もしくは准教授

を配置した。 
 
（２）リハビリテーション学部 

リハビリテーション学部には、教授 23 名、准教授 8 名、講師 15 名及び助教８名、計 54
名の専任教員を配置した。 
職業専門科目は、2020（令和２）年４月に施行予定の「理学療法士作業療法士学校養成施

設指定規則」に基づいた８つの科目群で構成した。各科目には主要科目を配置し、教授もし

くは准教授が担当する。 
 
（３）学部共通・横断科目 

＜基礎科目＞ 

基礎科目は、専門職大学に相応しい保健医療分野等における高度職業専門職に係わる職

業人基礎知識・技能を学修する上で必要な基礎知識及び技能を修得する科目群で構成した。

また、基礎科目の学修を通して、幅広い教養や職業人・医療人としての倫理観を醸成すると

ともに、本学の教育理念「高い職業倫理観をもち、地域社会の保健医療分野の発展に貢献で

きる人間性豊かな即戦力となる高度専門職業人材の育成」を目指し、人間性豊かな医療専門

職を育成する。 
このため、それぞれの専門分野における教育実績、研究業績を有する者及び豊富な実務経

験の実績等を有する者を配置した。 
＜多職種連携科目＞ 

地域共生社会や地域包括ケアシステムでは、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけ

るように、職種間の連携だけではなく、本人とその家族の意志決定等が重要である。 
本科目は地域の生活の中で本人に寄り添って支援をしていくために、自らの専門性を発

揮しながら治療やケアにあたることができ、多職種や地域におけるさまざまな人々と連携

協働し、地域をともに創っていくことができる人材を育成する科目である。この科目の授業

は、豊富な実務経験を有する各学科の教員が主となり担当する。 
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なお連携対象は職種間だけではなく、本人と家族を含めることが大切であることから、

「多職種連携」では、職種間だけの連携にとどまる印象が大きいため、広義に解釈できるよ

う「地域共生のための連携活動Ⅰ」「地域共生のための連携活動Ⅱ」とした。狭義の職種間

連携ではなく、制度を理解した上で、事例を通じ本人と家族を含めた連携の在り方を考えら

れるような科目である。

地域共生や地域包括支援システムにおいては、その地域を基盤とすることから、基礎科目

の「社会学」で、家族を中心とした社会の成り立ちや少子高齢化などの社会的課題について

学修し、連携の必要性や基本的な社会的措置を理解する。また、狭義のまちづくりやバリア

フリーといった、見える化できる課題については「建築・まちづくり」で学修し、チームを

構成するための基本的なチームビルディングや代表的な医療等のチームについては「チー

ムワーク概論」で学修する。

図表 ５-２ 「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」を学修するまでの流れ 
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＜展開科目＞ 

展開科目は、「隣接他分野」「経営分野」及び「統合分野」により構成する。「隣接他分野」

は、実務経験豊富な専任教員及びそれぞれの専門分野で実績の豊富な非常勤講師による体

制とした。 
「経営分野」は全員それぞれの専門分野の実務家の教員を採用した。専任教員は、担当教

員４名全員が教授であり、アカデミックなキャリアと豊富な実務経験を有する教員による

実践的な授業が行えるよう留意した。 
「統合分野」は「隣接他分野」と「経営分野」及び「職業専門分野」の専任教員が共同で

担当する。 
＜総合科目＞ 

「総合科目」は、科学的な研究能力を養い卒業研究に至る科目であることから、学生へ密

な指導を行うためゼミナール形式で行う授業を配置しており、学生への指導と課題解決を

支援する能力が必要であることから、指導経験・研究経験の豊富な教員を配置した。 
 
（４）授業科目の開発 

授業科目の開発及びカリキュラムの編成及び見直しは、大学での授業科目の開発や教育

課程の見直し経験のあるリハビリテーション学部の学部長及び理学療法学科・作業療法学

科の各学科長が中心となり、教育課程連携協議会における協議内容・意見も踏まえ行う。 
 
（５）教育課程の編成・見直しを行うための体制 

教育課程連携協議会は、20 名に委員を委嘱した。これらは、教職員に加え、２名の職能

団体関係者、地域分野は１名の江東区職員、９名の実習先及び授業開発協力先の企業・団体・

施設関係者、および総合的なアドバイスを行うその他３名より構成している。年に２回の協

議会を開催し、職業専門の見地、実習現場を中心とした現場のニーズ、関連する他分野を包

括的にアドバイスを行う産業界及びその他関係者、により教育課程の編成について協議を

行う。協議結果は速やかに学部長・学科長及び教授会、そして関連する職員へ報告され、見

直し等が必要と意見が出た事項については、教務委員会あるいは実習委員会等を開催し、見

直しを行い、次年度のカリキュラムに反映する。 
 

４．実務経験を有する教員 

本学は学部全体で 31 名の実務経験を有する教員（以下「実務家教員」という。）を配置し

ている。専門とする分野での豊富な実務経験と実績に加え、本学の建学の精神・教育理念へ

の理解及び専門職大学での高度な専門職業人材の育成に熱意を持つ教員を採用した。 
実務家教員のうち、11 名は教授職であり、また研究能力も有する教員を 15 名採用した。 
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図表 ５-３ 実務家専任教員 
（単位：人） 

学科 専任等区分 教授 准教授 講師 助教 計 
理学療法学
科 

実専 1 0 3 1 5 
実（研） 2 0 2 2 6 
実みなし 1 0 0 0 1 

小計 4 0 5 3 12 
作業療法学
科 

実専 2 0 4 3 9 
実（研） 4 3 0 2 9 
実みなし 1 0 0 0 1 

小計 7 3 4 5 19 
総計 11 3 9 8 31 

 
５．みなし専任教員 

本学のみなし専任教員は２名であり、ともに教授である。これらみなし専任教授は教授会

への出席を義務化し、学部運営にそれぞれ役割と責任を負う体制とした。 
 

６．教員組織における中心となる研究分野 

本学リハビリテーション学部の教員の主たる研究領域は、理学療法学・作業療法学共通し

て地域共生社会の構築、地域包括ケアシステムの推進に資する住み慣れた地域社会での生

活環境を支援するための多職種協業による保健医療システムの実現に資する「予防から回

復、維持、そして終末期まで」の一連の時期における創造的な研究を推進する。 
理学療法学においては、従来の運動器・中枢系疾患に加え、補装具による機能開発の評価

と開発に関する研究とする。 
作業療法学では、身体障害・精神障害だけにとどまらず、高次脳機能障害や発達障害、認

知機能障害への機能的、活動と参加の自立支援に関する作業療法評価とアプローチ手法の

開発、さらには環境因子への働きかけとしての福祉用具・住宅改修、その他の評価から適合

に関する実証的研究を行う。 
なお、本学は個人研究費を支給するほか、公募型の研究費獲得を支援し、研究助成する。

倫理審査委員会における倫理審査体制を整え、成果は学会誌、又は紀要に発表することを義

務化する。また、教員の研究能力を高め、研究業績を蓄積するため、学内研究会を定期的に

開催し研究の発表のみならず、教員間で助言指導を行う。教員が学外の研究資金を獲得でき

るよう研究計画作成、申請書作成、倫理審査などに関する相談体制を整備する。 
さらに本学は専門職大学として、展開科目の隣接他分野に設置した「ユニバーサルツーリ

ズム」「支援システム工学」「音楽療法」「手話」の４つの分野について、組織として研究対

象とする計画である。これらの分野は、理学療法士・作業療法士の専門領域に隣接する要素

を持つことから、専門領域との融合により専門性の拡大・発展を進め、理学療法士・作業療
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法士の魅力向上へ寄与することを目指す。 
 

７．教員組織の年齢構成 

専任教員 54 名（学長含む）の年齢構成は 65 才以上の教員は 18 名（学長を含む）、60 才

～64 才の教員 12 名であり、17 名（学長を除く）が本学の就業規則に定める定年満 65 才を

超えて在職することになるが、専門職大学に相応しい質の高い教育と研究を実践するため、 
専門分野での豊富な教育経験、臨床経験、研究実績を有する教員を優先した結果である。こ

れらの教員は、教育研究実績・臨床経験に照らして、本専門職大学の設置に伴って、特に必

要があるものとして、就業規程に基づき理事長が特別に認めたものであり、雇用期間は、

2020（令和２）年４月１日又は採用年月日から必要と認める雇用期間（発令）である。 
後任者については、① 教育研究の維持・向上のために、科目に適した教員を採用する、

② 公募により広く候補者を求め適任者を確保する、③ バランスのとれた職位構成・年齢構

成となるように努める、という方針で採用する。 
 

８．定年に関する学内規程 

定年を超えた者の退職年齢は、定年の特例に関する規程により、原則として、満 70 才と

する。ただし、専門職大学の発足時の教授については、その教員の教育研究実績・臨床経験

に照らして満 70 才を超える者を採用する場合がある。また、教授については、教育研究実

績・臨床経験を鑑みて理事長が認める場合には、原則として 75 才まで更新できる。なお、

本学園に特別の功労実績を有する者については、理事長が認める年齢まで雇用を延長でき

る。 
後任教員の採用は公募を原則とし、以下の方針で行う。 
① 教育研究の継続を図るため 、既存の授業科目は、原則として変更せず、その科目

を担当するに適した教員を採用する。 
② 教員の採用に当たっては、本学の教育研究の維持・向上を図るため、公募により広

く候補者を求め、適任者を採用する。 
③ 教員採用は、バランスのとれた年齢構成となるよう年齢も考慮する。具体的には、

退職者の後任は、内部昇格を基本とし、その補充は、可能な限り下位の職位（講師、

助教、助手）として若返るようにする。内部昇格が適当でない場合には同じ職位の

外部者を採用する。いずれの場合も、今後の教員採用は、原則として定年まで４年

以上の期間がある者とし、助教、助手には若年者を採用するように配慮する。 
 
 
【資料 ５】教員定年規程 就業規則案（抄録）  



61 
 

第６. 教育方法、履修指導方法及び卒業要件 
 

１．教育方法 

（１）リハビリテーション学部 

専門職大学としての特色を生かし、職業人の育成を専門職大学の４つの科目群により行

う。１科目当たりの学生数はすべての授業科目で 40 人とした。リハビリテーション学部に

共通した教育方法として、講義形式、演習形式、講義・演習形式、実習形式のうち授業の内

容に応じた形式をとる。基礎科目は、職業人としての一般的な基礎力・汎用的知識、生涯に

わたり学び続けるためのリテラシーを教授するため、講義形式を中心とした方法により行

う。職業専門科目及び展開科目では、講義で理論を修得し、演習及び実習で理論を定着させ

る方法を基本としている。ゼミナール形式で行う授業は、平均して 10 人程度の少人数で行

い、ディスカッションやアクティブ・ラーニング形式を取り入れ、きめ細かな指導を行う。 
各学年の年度当初に履修説明会を開催する。これによって履修科目内容と年間予定を学

生が把握した上で、履修科目の登録を行うよう指導する。特に新入学生については、必要に

応じて個別の相談を受ける。学生が科目について十分理解できるよう、シラバス作成には教

員が統一した方針で当たれるよう、シラバス作成要領を示し、さらに必要に応じ内容の見直

しを行う。なお、履修科目登録記録や科目成績管理及び学生への成績通知等は情報セキュリ

ティを万全とした信頼性の高い情報管理システムにより管理運営を行う。 
実習、学生指導等についての教育方法の詳細は、以下のとおりである。 
 

① 臨地実務実習ガイダンス 

臨地実務実習を実施する前に、実習ガイダンスを行い、臨地実務実習に臨む心構えから実

習の目的やその意図、内容の説明と指導を行う。「臨地実務実習ガイドライン」･「到達目標

シート（臨地実務実習関連）」を提示し、実習の目的と意義、修得内容を確認する。さらに

「臨地実務実習ガイドライン」に沿って、提出課題、注意事項等を把握させる。これらの詳

細は、第１１で説明している。専門職としての倫理規範や行動規範や個人情報保護の遵守、

感染症対策などのリスク管理などについては強く自覚を促すため、あらかじめ十分に説明

と指導を行う。また、社会人としてのマナー及び患者等対象者に対する倫理的配慮の必要性

は基本的事項として自覚させる。 
 

②合同授業 

各学科の学生が交流できるよう、理学療法学科・作業療法学科合同の授業科目を設けてい

る。学部横断の合同授業では、グループ演習でのディスカッションやフィールドワークとそ

れらの発表の場を通じ、他学科との交流を行うと同時に多様な考え方に触れる場とする。 
 

③クラス担任制と学生に対する個別指導 

クラス担任及びゼミ担当の教員は、学修への取り組み状況や学業成績を把握して、個人面
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談によりフィードバックを行い、学修方法に関する改善策を具体的に助言する。自己学修時

間の十分な確保、勉強時間の有効な使い方、生活習慣の是正の必要性に関して、到達すべき

学修レベルの目標を具体的に示して指導する。その後も、望ましい学修習慣が定着している

か個別面談により定期的に確認する。また、科目担当教員は、学業成績が思わしくない学生

には、講義内容をまとめたレポートを作成させ、その内容を定期的に点検し、講義に対する

理解が不十分な点に関して個別に指導を行う。それにより、学生が疑問点を自ら調べ、まと

め、報告するという学修習慣を身に付けられるように方向付けする。 
 

④ 学修状況の経時的把握と補習等の学修指導 

各科目の担当教員は、欠席が多い学生や授業への参加状況等を把握しその情報について

クラス担任や他の教員と情報を共有する。また、講義内容の理解度について授業内の小テス

トやレポート等を通じて各学生の状況を把握する。これらの情報、結果を参考にして講義時

間外の小グループの学修指導や個別指導を適宜行う。 
 

⑤ 資格取得のための指導 

 敬心学園では、国家試験の受験に当たっては専門学校において長年にわたり豊富な指導

実績があり、合格率は全国平均を上回る実績を持っている。本学では、卒業に必要な条件を

満たすことで、理学療法士・作業療法士の国家試験受験資格を得ることができる。それらの

国家試験は４年次の２月に行われ、本学の総合科目である卒業研究の完成時期と重なる。そ

のため国家試験合格に必要なレベルに達しない学生が生じないよう、学生には国家試験に

ついて入学時点から意識付けを行う。また教員も、卒業研究の指導教員とクラス担任が連携

し指導を行う。なお、国家試験に対応するため、国家試験受験指導を担当する教員を置き、

指導を行う。 
 

⑥ 学生相談 

履修中の学生が直面する多くの課題は学業面だけではなく、生活全般に起因する課題が

ある。課題を持つ学生を早期に発見し、相談体制を整えることが重要であることから、担任

による個別面談を行うとともに、精神・心理的な問題に対応するために週１回、臨床心理士

を招聘しカウンセリングを実施する。また、クラス担任や教員の介入を望まない学生や家族

からの相談を受ける体制を整備する。 
 

⑦ 学修相談スペースの活用とオフィスアワーの設定 

オープンな共有スペースを活用し、学生が教員と気軽に質問や相談、議論などを行える環

境を整備する。教員は、相談、質問等に応えることができる時間帯をオフィスアワーとして

あらかじめ学生に明示する。 
 

⑧ 情報システムの整備・活用による効率的学修環境の構築 

情報セキュリティを万全とした信頼性の高い情報管理システムを整備すると共に、電子

メールを用いた通信を活用し、学生への科目履修に関わる通知、双方向の情報交換、試験や
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講義予定などの通知内容を周知徹底し、情報漏れにより学生が不利にならないよう配慮し

た管理運営を行う。 
 

図表 ６-１ リハビリテーション学部授業形式別授業科目数 
学科 種別 講義 演習 実験・実習 計 合計 

理学療法学科 
必修 57 8 19 84 

127 
選択 29 8 6 43 

作業療法学科 
必修 62 12 22 96 

134 
選択 27 5 6 38 

 
（２）理学療法学科・作業療法学科 

カリキュラムの特徴を鑑み、各科目では講義により理論的背景を含め理論と技能・技術を

修得し、内容を自ら理解するために科目内容に応じて演習等の形式も併用し、効果的に学修

を進める。 
各実習科目では、単に「技能を身に付ける」観点だけではなく、講義科目で修得・理解し

た理論的背景を想起しながら、実技実習を進めるように教授方法のファカルティ・ディベロ

ップメントを行う。 
 

① 実習 

臨地実務実習は、現場での体験による学修を重んじ、多様な現場を経験させる。幅広い視

点で理学療法・作業療法を学び、また個々の患者、利用者、対象者が直面する諸問題の解決

を目指し行動がとれる人材育成を行う。そのために、臨地実務実習施設や臨地実務実習指導

者と連携を図り、教育目標、教育方法、学生指導方法等について大学と実習担当指導者が意

見交換を行い、共通の理解のもとに学生教育が行える体制をとる。具体的には事前に各実習

の教育方法、評価方法の説明や意見交換を行う場として「臨地実務実習指導者会議」を開催

する。また、実習期間においては、電話及び巡回訪問により教員と実習指導者間の情報共有

と実習課題の達成に向けた指導方法の相談を行う。 
 

＜理学療法学科＞ 

理学療法評価学・理学療法治療学に関しては、すべての科目を講義と実習による２科目構

成とした。講義で治療法・症例等を学んだのち、実習で学んだ内容を実践・定着させる。各

実習では、実践により技術を学ぶとともに、症例を提示してグループワークによる検討と発

表・討論を行い、技能と理解度の向上を図る。 
理学療法学科では臨地実務実習への参加の可否の判断を行うため、OSCE を実施する。

この目的は、主に学内で学修した知識と技術・技能及び態度が臨地実務実習実施前において

統合され、実施できる段階にあるかについて事前学修として行い、臨地実務実習の参加の可

否の判断とするためである。各課題の得点の 60％以上を合格とし、課題得点が 40％以上
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60％未満と判定された学生は、臨地実務実習開始前までに復習し、教員による指導を受け

る。指導により改善が認められた場合、臨地実務実習の履修を許可する。 
 

＜作業療法学科＞ 

「概論・総論→各論（理論）→実習」という一連の学習段階付けで疾患・外傷や障害別の

構成として効果的に学習を進め、実習終了後の学内での振り返りや報告会等により、疾患・

外傷や障害別の知識や技術を横断的に理解できるように科目を配置・設定している。 
作業療法学科では、学内で修得した評価や治療・指導・援助の技術・技能の内容を技術・

技能（認知領域・精神運動領域）の到達目標の達成度、及びその実技の際の態度等（情意領

域）を評価する OSCE を行う。学生自身が学外実習の前に身につけるべき知識・技術・態

度等の到達度を理解し、必要な項目にあっては実習までに修正できることを目標とする。 
専門学校で実施する OSCE を担当する教員は、原則として実務家教員のみであるが、専

門職大学である本学では作業療法士の資格を持つ全教員が関わるため、理論系・実務系教員

それぞれの経験に基づいた評価と結果に対する指導ができる。また、専門学校では指定規則

上必要な６名の教員により OSCE を実施するが、本学では理論系・実務系教員の全 18 名と

いう人数で指導することも、指導上の質的向上につながるものと考えている。 
 

２．卒業認定・学位授与の方針 

各学科で卒業に必要となる卒業要件単位数は、以下のとおりとする。 
本学は教育課程の構成を理学療法士・作業療法士の指定規則に準拠しており、卒業に必要

な単位を取得した場合、これらの受験資格を得ることができる。 
 
（１）理学療法学科 

理学療法学科における卒業時に必要な単位取得数を表に示す。 
 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 16単位 4単位以上 20単位以上 

職業専門科目 101単位 － 101単位 

展開科目 

統合分野 1単位 － 

20単位以上 隣接他分野 5単位 
6単位以上 

経営分野 8単位 

総合科目 4単位 － 4単位 

計 135単位 10単位以上 145単位以上 

卒業要件単位数 145単位以上 

※「展開科目」の「隣接他分野」「経営分野」の選択科目は、合計で６単位以上とする 
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（２）作業療法学科 

作業療法学科における卒業時に必要な単位取得数を表に示す。 
 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 16単位 4 単位以上 20単位以上 

職業専門科目 101単位 － 101単位 

展開科目 

統合分野 1単位 － 

20単位以上 隣接他分野 5単位 
6単位以上 

経営分野 8単位 

総合科目 4単位 － 4単位 

計 135単位 10単位以上 145単位以上 

卒業要件単位数 145単位以上 

※「展開科目」の「隣接他分野「経営分野」」の選択科目は、合計で６単位以上とする 
 
（３）既修得等による単位認定 

入学前の既修得単位及び実務経験の単位に換算については、「入学前の既修得単位の認定

に関する規程」に定めた。 
入学前の既修得単位を卒業に必要な単位として認定を受ける場合は、「修得単位認定申請

書（本学指定様式）」、「単位修得証明書又は成績証明書」とともに、必要に応じ「履修した

授業科目に関する授業計画（シラバス）」、「その他必要に応じて学長が指定した書類」を提

出し、学長に願い出る。 
入学前の実務経験を単位に換算する場合は、「実務経験認定申請書（本学指定様式）」、「実

務経験認定申請書に記載した実務に従事していた企業等の実務経験証明書」、及び「その他

必要に応じて学長が指定した書類」の提出が必要である。 
このほか、「認定技能審査」に係る学修により単位認定を受けようとする者は「認定技能

審査の合格を証明する書類」及び「その他必要に応じて学長が指定した書類」を、TOEIC、

TOEFL 又はこれらと同等以上の社会的評価を有するものにおいて単位認定を受けようと

する者は、「それらを証明する書類」及び「その他必要に応じて学長が指定した書類」を提

出し、いずれの場合も教務委員会による審査を行ない、教授会の議を経て、学長が単位付与

を決定する。 
 
 

３．履修モデル 

（１）履修モデル設定の考え方 

展開科目は、「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」及びそれらを統合する分野

で構成している。「隣接他分野」の科目構成は、異なる専門資格を活かしそれぞれの専門職
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として活躍の領域を拡大させるため、学科別に異なる科目構成とした。一方、「組織の経営・

マネジメント」の知識は、展開科目の科目配置において学部共通に学ぶ科目として設定して

いることから、履修モデルの名称・考え方も学部共通とした。 
このような分野別の科目構成の考え方から、養成する人材像をもとに、履修モデルは各学

科とも、「隣接他分野」での学修に重きを置いたモデル及び「組織の経営・マネジメント」

の学修に重きを置いたモデル、という 2 つのモデルをそれぞれ設定した。 
 

＜理学療法学科の履修モデル＞ 

履修モデル①：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、身体運動に隣接する他分野

から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 
このモデルは、理学療法での隣接他分野の選択必修科目を４科目履修し、「運動・スポー

ツを通じ、健康寿命の延伸と QOL の維持・向上に貢献する能力育成」を目指す。 
「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」は、コーチングのスキルを身に付け、そ

のスキルを活用しスポーツを通じて健康寿命の延伸を図るための能力を育成する科目であ

る。「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」は、教育方法やティーチングを学

修し、スポーツを通じた障害者の社会参加を推進する科目である。 
基礎科目ではこれらの科目に関連する科目を履修し、運動・スポーツを通じ、健康寿命の

延伸と QOL の維持・向上に貢献する能力を育成する。 
 

履修モデル①概要：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、身体運動に隣接する他

分野から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

基礎科目 【必修】10 科目（16） 

【選択】2 科目（4）：スポーツボランティアⅠ（２）、健康科学（２） 

職業専門科目 【必修】66 科目（101） 

展開科目 
(必修
14） 

統合分野
（１） 

【必修】1 科目（１）：共生社会の展開と実践（１） 

隣接他分
野（11） 

【必修】３科目（５）：共生福祉論（２）、身体障害への支援システム工学Ⅰ

（２）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（２） 

【選択必修】４科目（６）：コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ（２）、コー

チングの理論とスポーツとの連携Ⅱ（１）、障害者の社会参加とスポーツの

教育的活用Ⅰ（２）、障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ（１） 

経営分野
（8） 

【必修】4 科目（8）：実務リーダーのための経営戦略論（２）、組織・人材マ

ネジメントの理論と実践（２）、実践マーケティング戦略（２）、保健医療経

営Ⅰ（２） 

総合科目 【必修】必修 4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 

※（ ）内数字は単位数。以下同。 
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履修モデル②：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、「組織における経営・マネ

ジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 
このモデルは、医療施設等での労働環境改善や組織運営の課題の解決する上で役立つ知

識や、IT の活用による業務の効率化などに役立つ知識や能力を身に付けた、保健医療分野

の実務リーダーに有益な科目を中心に学修する。 
経営分野の基本的な知識を学び、組織でのコミュニケーションや課題解決につながる能

力育成に関わる科目を中心に履修する。経営資源を構成する「ヒト・モノ・カネ・情報」に

ついて学修する科目で構成している。 
働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、そのためには医療従事

者も自らの働き方や、組織の運営について意識を高める必要がある。また、理学療法士・作

業療法士の需給バランスは地域格差が大きく、将来理学療法士・作業療法士の供給過多とな

ることが予測されているため、さらなる職域の拡大が必要である。理学療法士・作業療法士

が就労し易くするために、また持続した就労を可能にするために、そして一般の医療機関だ

けでなく、在宅や地域での保健医療分野の機関での就職を促すためにも、効果的・効率的な

業務の運営や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改善などに対応できる、経営分野の基本

的な知識を学び、組織における経営・マネジメント力を身に付けた人材を育成するモデルで

ある。 
 

履修モデル②概要：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、「組織における経営・

マネジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 
基礎科目 【必修】10 科目（16） 

【選択】3 科目（4）：経営学（１）、コミュニケーション論（2）、ICT 概論（１） 

職業専門科目 【必修】66 科目（101） 

展開科目 
(必修 14) 

統 合 分 野
（１） 

【必修】1 科目（１）：共生社会の展開と実践（１） 

隣接他分野
（5） 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（２）、身体障害への支援システム工学

Ⅰ（２）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（１） 

【選択必修】2 科目（３）：コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ（２）、

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ（１） 

経 営 分 野
（14） 

【必修】4 科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（２）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（２）、実践マーケティング戦略（２）、保健医

療経営Ⅰ（２） 

【選択】3 科目（３）：実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１）、ビジネスの

ためのＩＴ（１）、総合事業開発（１） 

総合科目 【必修】4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 
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＜作業療法学科の履修モデル＞ 
履修モデル①：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、生活支援に隣接する他分野

から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 
このモデルは、作業療法での隣接他分野の選択必修科目を４科目履修し、「障がい者の日

常生活支援を促進し、健康寿命の延伸と QOL の維持・向上に貢献する能力育成」を目指す。 
作業療法士は、「日常生活支援」と「社会参加」に関連する分野の知識や技術を修得し、

対象者の支援を行うが、リハビリテーションにおける対象者のニーズは、身体的機能を向上

させることだけでなく、様々な社会的活動に関わるニーズを実現することにある。 
「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」では障がい者や高齢者の外出支援につなが

る知識や技術を、「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」では高齢者や障がい者の生活

の質を高める知識や技術を、「音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」では、日常生活支

援に役立ち対人交流を促進し社会とのつながりを深めることで健康寿命の延伸と QOL の

維持・向上に寄与する知識や技術を学修する。 
基礎科目ではこれらの科目に関連する科目を履修し、日常生活支援・外出支援、そして社

会参加を支援する能力を養い、健康寿命の延伸と QOL の維持・向上に貢献する人材を育成

する。 
 

履修モデル①概要：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、生活支援に隣接する他

分野から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

基礎科目 
【必修】10 科目（16） 

【選択】2 科目（4）：観光学（２）、音楽文化論（２） 

職業専門科目 【必修】73 科目（101） 

 統 合 分 野
（１） 

【必修】１科目（１）：共生社会の展開と実践（１） 

展開科目 
(必修 14) 

隣接他分野
（11） 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（２）、ユニバーサルツーリズムと外出

支援Ⅰ（２）、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ（１） 

【選択必修】4 科目（６）：美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（２）、美容

ケアによる QOL の維持向上Ⅱ（１）、音楽療法による QOL の維持向上

Ⅰ（２）、音楽療法による QOL の維持向上Ⅱ（１） 

経 営 分 野
（8） 

【必修】４科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（２）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（２）、実践マーケティング戦略（２）、保健医

療経営Ⅰ（２） 

総合科目 【必修】4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 
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履修モデル②：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、「組織における経営・マネ

ジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 
このモデルは、医療施設等での労働環境改善や組織運営の課題の解決する上で役立つ知

識や、IT の活用による業務の効率化などに役立つ知識や能力を身に付けた、保健医療分野

の実務リーダーに有益な科目を中心に学修する。 
経営分野の基本的な知識を学び、組織でのコミュニケーションや課題解決につながる能

力育成に関わる科目を中心に履修する。経営資源を構成する「ヒト・モノ・カネ・情報」に

ついて学修する科目で構成している。 
働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、そのためには医療従事

者も自らの働き方や、組織の運営について意識を高める必要がある。また、理学療法士・作

業療法士の需給バランスは地域格差が大きく、将来理学療法士・作業療法士の供給過多とな

ることが予測されているため、さらなる職域の拡大が必要である。理学療法士・作業療法士

が就労し易くするために、また持続した就労を可能にするために、そして一般の医療機関だ

けでなく、在宅や地域での保健医療分野の機関での就職を促すためにも、効果的・効率的な

業務の運営や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改善などに対応できる、経営分野の基本

的な知識を学び、組織における経営・マネジメント力を身に付けた人材を育成するモデルで

ある。 
 

履修モデル②概要：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、「組織における経営・

マネジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 
基礎科目 【必修】10 科目（16） 

【選択】3 科目（4）：経営学（１）、コミュニケーション論（2）、ICT 概論（１） 

職業専門科目 【必修】73 科目（101） 

展開科目 
(必修 14) 

統 合 分 野
（１） 

【必修】１科目（１）：共生社会の展開と実践（１） 

隣接他分野
（5） 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（２）、ユニバーサルツーリズムと外出支

援Ⅰ（２）、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ（１） 

【選択必修】2 科目（３）美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（２）、美容

ケアによる QOL の維持向上Ⅱ（１） 

経 営 分 野
（14） 

【必修】4 科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（２）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（２）、実践マーケティング戦略（２）、保健医

療経営Ⅰ（２） 

【選択】3 科目（３）：実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１）、ビジネスの

ためのＩＴ（１）、総合事業開発（１） 

総合科目 【必修】４科目（４） 

合計単位数 145 単位 

 



70 
 

【資料 ６】履修モデル 
 
 

４．学位論文の作成に関連する研究活動などを単位として認定する場合 

リハビリテーション学部では、総合科目にゼミナールを配置し、卒業研究の作成の指導を

中心に総合的な指導を行う。また、基礎ゼミナール２科目を３年次、卒業研究ゼミナール２

科目を４年次に行う。 
これら科目の指導教員として理学療法学科 10 名、作業療法学科 10 名を配置し、十分な

指導を行うことができる体制とする。各ゼミナールは 10 名程度の少人数で行う。ディスカ

ッション、発表等により進める演習科目であり、１単位と設定した。 
 

５．CAP 制の導入 

本学は専門職大学として、専門性が求められる職業を担うための実践的な能力及び当該

職業の分野において創造的な役割を担うための応用的な能力を育成・展開させるため、講義

科目に加え、理学療法学科 900 時間、作業療法学科 1,260 時間の実習を行う。そのため、

学生の負担、自習時間を確保し、豊かな人間性をもつ本学が目指す人材を育成するために、

授業科目の年間登録の上限（CAP 制）を導入する。 
各学科共通し、年間に登録できる履修科目の上限を 48 単位とする。 
 

６．長期履修制度 

本学において職業を有している等の事由のため、修業年限を超えて一定の期間にわたり

計画的に教育課程を履修し卒業する旨を申し出があったときは、長期履修生として、その計

画的な履修を認めることができる。学修意欲を持ちながらも、何らかの事情により履修や研

究の時間制約を受け、標準修業年限での修了が困難と考えられる者を長期履修制度の対象

とする。 
長期履修の期間は、修業年限に２年を超えない範囲内で学長が許可した期間を加えた年

数とし、学生の在学年限（長期履修を行う期間以外の期間を含む。）は、修業年限の２倍の

年数に、学長が許可した期間を加えた年数とする。授業料は標準修了年限で乗じ長期履修期

間で除した額を年度ごとに納入するが、授業料及び実習費以外の学費（設備費など）につい

ては、通常の額となる。 
長期履修生に具体的な関する事項は、長期履修生規程に定める。 
 
【資料 ７】長期履修生規程 
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７．他大学における授業科目の履修等 

本学は、開学時には他大学における授業科目の履修を認める制度は導入しないが、欠員が

出た場合の編入学者に対しては、他大学で既に履修した授業科目及び単位数の取扱いにつ

いては、教授会の議を経て、学長が定める。  
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第７. 教育課程連携協議会 
 

１．教育課程連携協議会の位置づけ 

専門職大学設置基準第 11 条に基づき、業界・産業界及び地域社会との連携により、教育

課程を編成し、本学の管理運営を円滑かつ効果的に実施するために「教育課程連携協議会」

を設置する。 
教育課程連携協議会に関する事項は、「教育課程連携協議会運営規程」に定める。 

2020（令和２）年４月 1 日に教育課程連携協議会を設置し、産業界等との連携を図り、教

育課程を自ら開発、開設、改善のため不断の見直しを行う。 
 
（１）審議事項 

教育課程連携協議会では、次に掲げる事項について審議する。 
１）業界、産業界及び地域社会との連携による授業科目の開設その他教育課程の編成に

関する基本的な事項 
２）業界、産業界及び地域社会との連携による授業の実施その他教育課程の実施に関す

る基本的な事項及び実施状況の評価に関する事項 
３）「本学の自己点検・評価及び文部科学省の第三者評価機関による第三者評価」の結果

に関する事項 
 
（２）構成員と任期 

教育課程連携協議会の構成員と任期は以下のとおりである。 
構成員の種類 任期 人数 

学長が指名する教職員 

2 年 

5 人 
本学の課程に係る職業に就いている者又は当該職業に関連する

事業を行う者による団体のうち、広範囲の地域で活動するものの

関係者であって、当該職業の実務に関し、豊富な経験を有する者 
2 人 

地方公共団体の職員、地域の事業者による団体の関係者その他

の地域の関係者 
1 人 

臨地実務実習その他の授業科目の開設又は授業の実施において

本学と連携する事業者 
9 人 

本学の教職員以外の者であって学長が必要と認める者 1 年 3 人 
 
（３）年間の開催回数 

教育課程連携協議会は年２回開催する。さらに必要に応じ、臨時の連絡協議会を開催する。 
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（４）教育課程連携協議会の構成 

本学の教育課程連携協議会（以下、協議会と呼ぶ）は、以下の図表 ７-１の区分及び人数

で構成している。 
「職業」区分には、日本理学療法協会相談役、東京都作業療法士会副会長、２名により構

成している。これら２名は、それぞれの専門分野において、豊富な実務経験及び研究経験を

持ち、職業専門科目を中心に教育課程について客観的かつ建設的な意見を具申できる方々

である。２名のうち１名は大学での教員経験も長く、本学の教育課程・授業科目が、大学教

育たりうる水準であるかという観点での役割も期待している。 
「地域」の区分には、本学キャンパスが立地する江東区の福祉部地域ケア推進課長に構成

員を依頼した。福祉部地域ケア推進課は、地域包括支援センターの運営、介護予防事業の実

施、高齢者の権利擁護等を行っている部署である。この部署は、本学設置の背景と必要性に

あげている地域包括ケアを担っており、地域包括ケアに関する教育を中心に、教育課程の見

直しにご協力いただく計画である。 
「協力」は、実習受け入れ先を中心に９名を委嘱している。日本リハビリテーション病院

の先駆者であり、リハビリテーション医療分野では日本の第一人者である構成員には、「健

康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」という課題に対し、本学の教育課程の見直すべき

視点・内容を中心に審議いただく。実習先に関係する構成員には、実習及びそれらに関連す

る科目、あるいは指導方法等を中心に、実際の実習の状況を踏まえ、具体的に意見していた

だく。「協力」では、もう１名、本学の基礎科目の「職業人基礎力」開発を共同で行った企

業の経営者に委嘱した。職業人としてのリテラシー、働き方も関係が深いことから、展開分

野における経営科目や隣接他分野にかかわる見直しへの意見を期待している。 
「その他」には、リハビリテーション、社会福祉及び医学分野で実務と研究経験の豊富な

方々３名に構成員を委嘱した。これらの３名は、大学教育及び研究に長年かかわり、教育課

程の開発にも知見が深く、それぞれの専門分野だけでなく包括的な意見を提示いただける

方々であることから構成員とした。 
 

図表 ７-１ 教育課程連携協議会の構成 
構成員区分 人数 概要 

教職員 5 人 本学教職員 

職業 2 人 理学療法士・作業療法士の職能団体より各 1 名 

地域 1 人 江東区福祉部地域ケア推進課職員 

協力 9 人 
実習受け入れ先関係者 8 名、産業界から授業の共同開発を行

った企業の代表者 1 名 

その他 3 人 リハビリテーション、社会福祉分野の学識経験者 

計 20 人  
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図表 ７-２ 構成員の略歴とその適任性 

番号 構成員区分 現所属及び役職名 
当該専門職大学等の課程に係る職業に関する

主な経歴 

１ 教職員 

東京保健医療専門職大学

リハビリテーション学部

長兼 作業療法学科長 

東京都立府中病院 作業療法士としての実

務経験や、埼玉県立大学保健医療福祉学部

作業療法学科長、教授を経験。作業療法士

及び大学教員の両面での意見が可能な人物

であることから構成員として適任と判断し

た。 

２ 教職員 

東京保健医療専門職大学

リハビリテーション学部 

副学部長 

日下病院 リハビリテーション科 理学療

法士としての実務経験や、愛知医療学院短

期大の学副学長兼リハビリテーション学科

長、教授を経験。理学療法士及び大学教員

の両面での意見が可能な人物であることか

ら構成員として適任と判断した。 

３ 教職員 

東京保健医療専門職大学

リハビリテーション学部 

理学療法学科長 

東京都済生会 中央病院 リハビリテーシ

ョン技術科 理学療法士としての実務経験

や、豊橋創造大学リハビリテーション学部

理学療法学科 専任講師、保健医療学部理学

療法学科 准教授を歴任。理学療法士及び大

学教員の両面での意見が可能な人物である

ことから構成員として適任と判断した。 

4 教職員 
学校法人敬心学園総括事

務長兼総括教務長 

厚生省大臣官房老人保健福祉局老人福祉監

査官、社会･援護局身体障がい者福祉監査

官、日本リハビリテーション専門学校副校長、

日本福祉教育専門学校副校長歴任。リハビリ

テーション分野に実務家として長くかかわって

おり、学校運営の経験も豊富であり、構成員と

して適任と判断した。 

5 教職員 
学校法人敬心学園大学開

設準備室 事務局長 

株式会社日本総合研究所研究事業本部ビジ

ネスデザインクラスター長、日本福祉教育専門

学校 事務局長等を歴任。本学の事務局長予

定者であり、かつ経営分野の教員候補者でも

あることから、産業界等との連携や教育課程の

編成と実施について審議するに適任と判断し

た。 
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6 職業 
日本理学療法協会 相談

役 

日本理学療法士協会理事、会長、広島大学教

授、名誉教授、金城大学 学長等を歴任。理学

療法士の職能団体役員及び教授として大学で

の教育経験もあり、理学療法士及び大学教員

の両面での意見が可能な人物であることから構

成員とした。 

7 職業 
東京都作業療法士会 副

会長 

多摩丘陵病院 作業療法士、作業療法科長、

診療技術部副部長、 リハビリテーション技術部

長、東京都作業療法士会 副会長等を歴任。

作業療法士の実務家としての経験が豊富であ

り、職能団体においても長く活動、実務家とし

てだけでなく、包括的な意見が可能な人物であ

ることから構成員とした。 

8 地域 
江東区福祉部地域ケア推

進課長 

江東区厚生部、学校教育部､保健福祉部､土

木部､地域振興部等を歴任。地元自治体関係

者であり、かつ本学が重視する地域包括ケア

の担当者でもあることから、本学教育について

地域との関係において審議を行うに適当な人

物として構成員とした。 

9 協力 

株式会社三越伊勢丹 ヒュ

ーマン・ソリューションズ 代

表取締役社長 

株式会社三越伊勢丹 執行役員、株式会社三

越伊勢丹ホールディングス 執行役員等を歴

任。「職業人基礎力」」科目の開発と実施先で

あり、かつ高齢者の利用も多い業態であること

から、産業界のニーズを取り入れる視点での審

議に適当な構成員と判断した。 

10 協力 
医療福祉法人豊寿会 熊

川病院 主任 

熊川病院 理学療法士として勤務。実習受け入

れ経験も多く、実習にかかわる事項、および理

学療法の実務家として審議するに適当な構成

員と判断した。 

11 協力 

高齢者在宅サービスセンタ

ー西新井 地域公益担当

課長 

老人保健施設千寿の郷 作業療法士、柳原リ

ハビリテーション病院 作業療法士等を歴任。

実習受け入れ経験も多く、実習にかかわる事

項、および作業療法の実務家として審議する

に適当な構成員と判断した。 
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12 協力 
けんちの苑すみだ川 リスク

マネジメント委員長 

成城リハビリテーションクリニック 理学療法士、

同善会クリニック 訪問リハビリテーションチーム

責任者、外来リハビリテーションチーム責任者

等を歴任。実習受け入れ経験も多く、実習にか

かわる事項、および理学療法の実務家として審

議するに適当な構成員と判断した。 

13 協力 
社会福祉法人敬心福祉会 

常務理事 

住友銀行、株式会社ダイエー 常務取締役、三

井住友カード株式会社 執行役員を経て現職。

銀行での幅広い企業に対する取引と企業での

経営経験、及び福祉施設での運営経験を踏ま

え、産業界からの視点と福祉施設運営の視点

の双方を兼ね備えた審議を行えると判断し構

成員とした。 

14 協力 

一般財団法人天誠会 介

護老人保健施設小金井あ

んず苑 副施設長兼療養

部長 

一般社団法人天誠会 介護老人保健施設小金

井あんず苑 介護課長、多摩職業開発センタ

ー介護サービス課 非常勤講師等を歴任。実

習受け入れ経験も多く、実習にかかわる事項、

および介護福祉の実務家として審議するに適

当な構成員と判断した。 

15 協力 

公益社団法人 東京都障

害者スポーツセンター スポ

ーツ支援課長 

東京都障害者スポーツ協会事務局 地域スポ

ーツ振興室長、事業推進部地域スポーツ振興

課長、日本障がい者スポーツ協会技術委員会

副委員長、日本障がい者スポーツ指導者協議

会指導部会長等を歴任。本学で重視して取り

組む障がい者スポーツに長年かかわっている

ことから、障がい者スポーツを中心に審議いた

だく。 

16 協力 

社会福祉法人練馬区社会

福祉事業団 関町特別養

護老人ホーム 施設長 

土支田(高松)デイサービスセンター所長、富士

見台特別養護老人ホーム 施設長、大泉特別

養護老人ホーム 施設長等を歴任。実習受け

入れ経験も多く、実習にかかわる事項、および

介護福祉の実務家として審議するに適当な構

成員と判断した。 
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17 協力 
社会福祉法人地球郷 理

事長 

知的障害者小規模通所授産施設 みつばちブ

ンブン 施設長、知的障害者通所授産施設 み

つばちブンブン 施設長等を歴任。実習受け入

れ経験も多く、実習にかかわる事項、および知

的障がいの実務家として、知的障害に関して

審議するに適当な構成員と判断した。 

18 その他 
医療法人社団輝生会 会

長 

回復期リハビリテーション病棟協会元会長、日

本訪問リハビリテーション協会初代会長等を歴

任。初台リハビリテーション病院を立ち上げた。

リハビリテーション医療分野の第一人者であり、

在宅医療・介護の推進、健康寿命の延伸を中

心に、本学の教育課程の見直すべき視点・内

容を包括的に審議いただくのにふさわしい人

物であることから、構成員とした。  

19 その他 
社会福祉法人浴風会 理

事長 

厚生省社会局 社会福祉専門官、日本社会事

業大学長、国立社会保障･人口問題研究所長

等を歴任。社会福祉の専門家として、また大学

での教育研究の知見と経験を基に、本学の教

育課程の見直しを包括的に審議するに適任で

あると判断し構成員とした。 

20 その他 
医療法人社団輝生会 理

事長 

昭和大学 医学部 教授を経て現職。医学の知

識と経験に加え、大学教員として大学の教育

課程の開発と見直しにかかわった経験を基に、

医学的観点を中心に在宅医療・介護の推進、

健康寿命と教育課程との関係について審議し

うる人物であることから構成員とした。 

 
【資料 ８】教育課程連携協議会名簿 
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第８. 施設、設備等の整備計画 
 

１．校地、運動場の整備計画 

（１）キャンパスの構成 

本法人は、東京都の特別区人事・厚生事務組合より、旧東京都特別区職員研修所を校舎と

して借用し、2008（平成 20）年度より臨床福祉専門学校を運営してきた。このたび、この校

舎を活用して専門職大学を設置する。 

既存校舎を専門職大学に必要な施設・設備を備えるべく改修を行う。2018（平成 30）年

10月時点では改修工事中であるが、2019（令和元）年３月 31日までには改修工事は完了予

定であることから、本学の開学時の 2020（令和２）年４月 1日には確実に工事は完了する。 

既存校舎の改修方針は、本館を講義棟、別館を実習・研究棟という構成とし、専門職大学

として十分な施設の整備を行う。専門職大学の研究を行うためのスペースとして、個人研究

室 55室（学長室含む）を整備する。さらに、学生の研究・制作等に必要なスペースとして、

演習室８室を整備する。 

 
（２）教育にふさわしい環境 

所在地の東京都江東区塩浜は、臨海部エリアに位置しており、東京 23区内に位置する高

い利便性を活かし、専門職大学として積極的に産業界及び地域の関係施設等との連携を図

り、臨地実務実習を行うことが可能である。近隣には、重度知的障害者施設塩浜福祉園、特

別養護老人ホーム塩浜ホーム、特別養護老人ホームらん花園、在宅介護支援センターらん花

園、鈴木病院（救急指定）等、福祉や医療関連の施設が集積している。 

専門職大学は、社会人で仕事をしながら学ぶ層も対象としており、本学所在地は仕事帰り

でも学びやすい場所にある。交通の便は、東京メトロ東西線「東陽町駅」から徒歩約 12分、

「木場駅」から徒歩約 15分であり、東京都内はもちろん、神奈川県・埼玉県・千葉県・茨

城県からも通学が可能である。 

以上により、教育研究環境に恵まれ、産業界等及び関係施設等の連携を図るにも利便の良

い、社会人の学び直しに最適な環境と考えている。 

 
（３）校舎面積 

専門職大学と専門学校を併設する期間の専門職大学完成年度における専修学校設置認可

基準面積は、以下のとおりである。校舎面積 13,537.34㎡から不算入施設の講堂 479.63㎡

を除く 13,057.29㎡に対し、2023（令和５）年度（完成年度）基準面積 9,009㎡である。よ

って、専門職大学と専門学校（言語聴覚療法学科、理学療法学科）を併設した際の校舎面積

は、各基準面積の合計をクリアしている。 

専修学校設置認可基準 別表第 2（第 47条関係） 

専門課程医療分野の生徒総定員 41人以上のとき 260+3.0×（生徒総定員－40） 
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内訳 専門職大学 基準面積 （640－400）×3140÷400＋5785＝7,669㎡ 

専修学校  基準面積 260＋3.0×（400－40）＝1,340㎡ 

 

なお、本館と別館の校舎面積は以下のとおりである。 

 面積 不算入施設 合計 

本館 7,369.34㎡ 479.63 ㎡ 7,848.97㎡ 

別館 5,688.37㎡ ― 5,688.37㎡ 

合計 13,057.71㎡ 479.63 ㎡ 13,537.34㎡ 

 
（４）その他の施設 

その他の施設は、本館 1階と別館に集約し、効率化を図る。特に情報処理室、図書室、自

習室を別館に設置し、情報収集の利便性を図る。 

なお、校舎内に無線 LAN を整備し、PC やタブレット等を持参する学生の学修環境にも対

応する計画である。 

 

館 階 室名 面積 用途等 

本館 1階 

講堂 479㎡ 395座席 

運動室 141㎡ 軽運動･球技 

医務室 41㎡ ベッドと薬剤を用意 

学生控室（ラウンジ） 216㎡ 休息、談話等 

別館 

1階 情報処理室 142㎡ PC45台を設置 

2階 図書室 473㎡ 閲覧 130席を設置 

6階 自習室 147㎡ 自習 100席を設置 

 

２．校舎の状況 

（１）講義室等 

講義室は、学科の学級単位の授業に対応する講義室 16室、合同授業の対応が可能な大教

室を配置し、効率的に学習を行う。 

館 階 室名 面積 座席 備考 

本館 

2階 講義室 4室 108～112㎡ 各 44人 改修工事 

3階 講義室 6室 110～112㎡ 各 44人 整備済 

4階 講義室 6室 110～112㎡ 各 44人 整備済 

別館 6階 大教室 196㎡ 120人 整備済 

 
（２）実習室等 

実習室等は、設置学科の理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則を踏まえ、開学前の
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2018（平成 30）年度に現在の施設の一部分の改修工事を行う計画である。 

 

館 階 室名 面積 用途等 

本館 

1階 
水治室 68㎡ 水治療 

ADL室 72㎡ 日常生活 

3階 女子更衣室 128㎡ 更衣 

4階 男子更衣室 127㎡ 更衣 

5階 

基礎作業実習室 112㎡ 木工・金工 

基礎作業実習室 110㎡ 陶工・絵画 

基礎作業実習室 112㎡ 織物・手工芸 

別館 

1階 

ADL室兼動作解析室 132㎡ 日常生活、三次元動作解析 

基礎医学実習室 128㎡ 解剖学･生理学･運動学等 

補装具室 128㎡ 義肢装具の製作等 

4階 

評価実習室 101㎡ 筋機能等の検査 

レクリエーション室 98㎡ レクリエーション 

機能訓練室 96㎡ 機能回復の訓練 

5階 
治療室 127㎡ 理学療法の治療 

治療実習室 124㎡ 作業療法の治療 

 
（３）演習室 

演習室は、専用に８室を設置する。 
館 階 室名 面積 用途等 

本館 5階 演習室 5室 54～57㎡ 演習、グループ学習 

別館 

3階 演習室 43㎡ 演習、グループ学習 

4階 演習室 43㎡ 演習、グループ学習 

5階 演習室 43㎡ 演習、グループ学習 

 
 

３．設備等の整備計画 

（１）校具の整備計画 

教育上必要な校具は、専門学校として一通り揃っているが、専門職大学としてふさわしい

学習環境を整備するに当たり、教卓・学習机・学習椅子を改修する。また、すべての講義室

に据置型のプロジェクターを設置する。 

 

（２）教具の整備計画 

教育上必要な機械器具等の教具に関して、本学の理学療法士養成に係わる機械器具等に
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ついては、大部分の校舎が専門職大学へ転用される専門学校（臨床福祉専門学校、理学療法

学科昼間部３年制入学定員 80名、夜間部４年制入学定員 40名）で、既に、「理学療法士作

業療法士養成施設指導要領（厚生省健政発第 379 号 平成 11 年３月 31 日付）」に基づき整

備済みである。作業療法士養成に係わる機械器具等については、当該養成施設指導要領に基

づき、専門職大学開学前の 2019（令和元）年度に整備する。 

 
【資料 ９】教育上必要な機械器具一覧表 
 

 
４．教員の研究室、教室の整備計画 

専門職大学として活用する校舎は、臨床福祉専門学校が 2008（平成 20）年 2月に耐震補

強工事を済ませ、2008（平成 20）年３月に東京都江東区より建築基準法第６条第 1 項によ

る確認済証を得て学校用途に変更しており、耐震性等は基準を満たしていて安全である。 

教室等は、専門職大学設置基準はもとより、設置学科の理学療法士作業療法士学校養成施

設指定規則を踏まえ、現在の施設の一部改修工事を開設前年度に行い、継続して使用する。

専門職大学にふさわしいコンパクトで効率的な施設に改修する方針として、本館が講義を

中心とした講義棟、別館が実習や研究を中心とした実習研究棟に整備する。 

 
（１）研究室等 

専任教員が教育研究に取り組む環境として、全専任教員の個人研究室を整備する計画で

ある。各教員には個人研究室の鍵を渡し、退室時に施錠することで教育研究上の機密情報を

管理する。一方、ハラスメント対策としてドアには透明のスリットを設け、プライバシーに

配慮した学生の個人面談等を行うスペースとしても活用する。 

なお、個人研究室には鍵付きの机、椅子、書架、パソコン、プリンターの他、個人面談用

のテーブル等を用意する。その他、教員の研究実験室は、理学療法領域で主として使用、作

業療法領域を主として使用する２室を整備する。 

 
館 階 室名 面積 備考 

別館 

3階 個人研究室 25 室 15～20㎡ 2019（令和元）年度に整備 

4階 個人研究室 10 室 15～20㎡ 2019（令和元）年度に整備 

5階 個人研究室 10 室 15～20㎡ 2019（令和元）年度に整備 

6階 個人研究室 9室 15～20㎡ 2019（令和元）年度に整備 

※上記のほか、学長室として 1 室を整備 
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（２）体育館に係る代替措置 

体育実技等の授業はないが、学生の健康増進を目的とした体育館その他のスポーツ施設

として、運動室 141 ㎡を本館１階講堂横に設置し、学生に開放する。さらに代替措置とし

て、東京都江東区の全スポーツ施設と利用契約を締結し、大学公認団体が授業時間外に課外

活動を行う際の費用を補助金として交付する。 

大学公認団体は、「学生団体取扱規程」に基づき、専任教職員を顧問とし、「学生団体設立

許可願」に必要事項（名称、目的、活動内容、活動場所、役員構成、会員名簿、会費等）を

記載して申請し、学生委員会が認定するが、条件は以下のとおりとする。 

① 年間活動計画が明確であり、将来に渡って継続した活動が見込めること 

② 構成員が 10 名以上であり、顧問の指導監督及び責任のもとに学生代表者、会計が統

括していること 

③ 各部員より部費を徴収し予算計画を有しているとともに、役員による管理体制が明

確であること 

④ 大学の管理及び運営に貢献可能な態勢を整えていること 

なお、学生個人が利用する時は、大学が購入した利用券を事前に受け取り、課外活動を行

う。事後の場合は、領収書で精算することで経済的負担の軽減を図る。 
 
（３）学生の休息その他のための適当なエリアの整備状況 

学生の休息等のための適当な空地として、開放的であり多くの学生が余裕をもって休息

や交流にすることを考慮し、本館１階に 216㎡を設け、売店を設置する計画である。 

なお、将来は校地を借用から所有等に変更し、学生の休息のための適当なエリアとして庭

園 1649 ㎡に芝生を生育して開放することを計画している。 

 
（４）空地に係る代替措置 

将来は校地を借用から所有等に変更し、学生の休息のための適当な空地として庭園 1649

㎡に芝生を生育して開放することを計画している。 

 
【資料 １０】東京都江東区スポーツ施設、体育館・運動場等の利用に関する覚書 

 
 

５．図書等の資料及び図書館の整備計画 

（１）図書室の整備計画 

図書室は、既に専門学校として別館２階に書架 30,000冊分を整備済であるが、20,000冊

分を増設することで 50,000 冊分とし、完成年度後も継続して図書を整備する計画である。 

なお、収容定員２割の閲覧 130席を用意し、授業連携や調べ学習対応を鑑み、別館１階に

PC45台を設置した情報処理室を配置する計画である。 
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（２）図書等の資料の整備計画 

一般書を含み、保健医療、リハビリテーション関連、特に理学療法を中心とした図書は、

専門学校の図書から精査した 9,200 冊の蔵書があるが、専門職大学としての教育研究上に

必要と思われる図書として、新設となる作業療法を含め、開学前年度に新規 10,127冊（う

ち洋書 325冊）を追加することにより、蔵書 19,327冊を整備する。 

保健医療領域だけでなく、教育課程に沿って、基礎科目、職業専門科目、展開科目、総合

科目に設定する授業科目に関連し幅広く厚く、「教育研究上の必要性の観点から十分な内容」

及び冊数となるよう、各領域と教育課程に基づいて整備する。教育研究に必要な新しい視点

や最新の内容を織り込んだ図書を中心に、各年度に新規 500冊を追加し、完成年度には蔵書

21,327 冊とする予定である。 

視聴覚教材は、既設 550種に対し、補完教材としてだけではなく、学生にとって臨床現場

での実体験が難しいもの、初歩段階での理解を促せる観点のものも含めて 100 種を追加し

た。養成人材像と照らし、学術雑誌は、リハビリテーション、理学療法、作業療法を中核と

して、医療マネジメントなどにも配慮し、適切な選書としている。 

電子ジャーナルの国内雑誌はメディカルオンライン、英文雑誌は ProQuestを導入し、教

育研究環境を整えることにした。 

なお、図書の管理については、図書職員が配架・整理・貸出を行う。 

 
（３）図書等の資料の検索 

図書等の検索は、Pubmed、既に臨床福祉専門学校で株式会社ブレインテックの図書館パッ

ケージシステム「情報館」を導入しており、OPAC(Online Public Access Catalog、オンラ

イン蔵書目録）により、学生が教育研究に活用できるよう、自宅等の PCで検索できるサー

ビスを提供しており、専門職大学でも継続して活用する。学術文献検索としては、PubMedを

活用する。 

 
（４）デジタルデータベース，電子ジャーナル等の整備計画 

外部のデジタルデータベースとして、オープンアクセスの CiNii、電子ジャーナルは、教

育研究上の必要性を鑑み、オープンアクセスの J-Stageに加え、メディカルオンライン、英

文電子ジャーナルの ProQuestを導入し、教育研究環境を整える。 

 

 
６．施設・設備の共用 

（１）既設の専門学校等を共用する施設・設備 

2020（令和２）年度は臨床福祉専門学校 言語聴覚療法学科２年、理学療法学科昼間部３

年、理学療法学科夜間部３・４年と共用、2021（令和３）年度は理学療法学科夜間部４年と
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共用、2022（令和４）年度から専門職大学専用となる。 

専門職大学と専門学校を併設する期間の校地面積は、専門職大学設置基準と専修学校設

置基準の校舎面積を合算した基準面積をクリアしている。 

 
【資料 １１】専門職大学と専門学校の教室等使用計画 

【資料 １２】専門職大学と専門学校の授業時間割表 

【資料 １３】時間割（クラス別） 

【資料 １４】時間割（年度別） 

【資料 １５】時間割（専任教員別） 

【資料 １６】専門職大学と専門学校の校舎面積基準 

【資料 １７】図書等一覧表 
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第９. 入学者選抜の概要 
１．学生受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

（１）＜大学のアドミッション・ポリシー＞ 

リハビリテーションに対し高い関心を持ち、障がい者や高齢者のみならずあらゆる人々

が直面する心身機能・活動・参加や環境因子の諸問題に対して、新たな専門的治療・援助の

知識及び技術を学び、多角的・革新的視点を持って社会貢献することを望む学生を受け入れ

る。 
学び直し入学希望者は、保健医療に関心を持ち、基礎学力をベースに、共生社会の実現と

発展を意識し、諸問題を解決する能力を実践的に身に付けることを目指す人を受け入れる。 
１）心身や社会的な諸問題に直面している人々を援助する意欲のある人 
２）多様な人々の価値観を認め受入れながら、主体的に考え、自らの意思に基づいて 

実践する意欲のある人 
３）共生社会の実現を意識し、専門的な知識・技術及び幅広い視点で諸問題を解決す 

る能力を実践的に身に付ける意欲のある人 
４）コミュニケーションにより、多様な意見の統合を図り、方向性を定めて、実践す 

る意欲のある人 
５）保健医療を学ぶための基礎的な学力を有している人 

 
（２）理学療法学科のアドミッション・ポリシー 

１）理学療法士として、身体に障害があり社会的な諸問題に直面している人々を援助 
する意欲のある人 

２）理学療法士として、多様な人々の価値観を認め受入れながら、主体的に考え、実 
践する意欲のある人 

３）共生社会の実現を意識し、理学療法の専門職として多面的な視点で諸問題を解決 
する意欲のある人 

４）理学療法士として、多様な人々とコミュニケーションを図り、協調性を持って行 
動する意欲のある人 

５）理学療法を学ぶための基礎的な学力を有している人 
 
（３）作業療法学科のアドミッション・ポリシー 

1） 作業療法士として、身体または精神に障害のある人々や社会的な諸問題に直面し

ている人々を援助する意欲のある人 
2） 作業療法士として、多様な価値観を尊重しながら、主体的に考え、自らの意思に

基づいて実践する意欲のある人 
3） 共生社会の実現を意識し、作業療法の知識・技術及び幅広い視点で諸問題を解決

する能力を実践的に身に付ける意欲のある人 
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4） 作業療法士として、他者との協調性を持ち、連携・協働を行いながら、方向性を

定めて、実践する意欲のある人 
5） 作業療法を学ぶための基礎的な学力を有している人 
 

２．入学者選考の基本方針（入学者選抜方法） 

（１）選考区分と募集定員 

入学者の選考は、専門職大学での教育を受けるに相応しい能力と適性を備えているかど

うかを多面的・総合的に判定し、公正かつ妥当な方法で実施する。 
高等学校新卒者のみではなく、大学・短期大学などで開設学科以外の領域を修めた者や、

高校あるいは大学・短期大学などを卒業した後に社会人として職業経験を有する者にも選

抜を行う。 
入学者選抜は、「一般入試」に加え、入学者の多様性の確保を行うため「特別選抜」との

２つの区分を設ける。 
 

（単位：人） 

学科名 
入学
定員 

一般
入試 

特別選抜入試 

推薦 社会人 AO 

理学療法学科 80 48 20 若干名 12 

作業療法学科 80 48 20 若干名 12 

 ※ 若干名は各学科の募集人数の内数とする 
 
（２）選抜方法 

本学は、入学選抜に複数の方法を導入し、受験機会の複数化や幅広い年齢の受験生の確保

に努める。 
また、本学は理学療法士、作業療法士を目指す高度な専門職人材の育成を目的としている

ため、すべての入学希望者に対して面接を実施し、本学への志望動機、職業への理解、学修

意欲、目的意識を確認する。 
 

①一般入試・大学入試センター試験利用入試 

（ⅰ）一般入試（前期日程、中期日程、後期日程） 
基礎学力の把握のため、大学が実施する学力検査（外国語、国語、数学又は物理又は化学

又は生物）を課し、高等学校で得た基礎学力を前提に、作文で、理解力、論理的思考力、表

現力等を評価する。また面接では、調査書や活動報告書等の出願書類を参考に、志望動機、

職業への理解、学修意欲、目的意識、適性などを総合的に評価する。 
 
 



87 
 

（ⅱ）大学入試センター試験利用入試 
2020（令和２）年度（2021（令和３）年度入学者）以降は、「大学入学共通テスト」を利

用し、基礎学力を把握するとともに調査書や活動報告書等の出願書類を参考に面接を行い、

志望動機、職業への理解、学修意欲、目的意識、適性などを総合的に評価する。 
 

②特別選抜 

（ⅰ）推薦入試 
推薦入試では、出身学校長の推薦書、調査書、活動報告書、志望理由書、資格･検定試験

等の成績等の提出書類と大学が実施する作文、個別面接により志望動機、職業への理解、学

修意欲、目的意識、適性などを総合的に評価し選抜する。 
 

（ⅱ）社会人入試 
社会人入試は、小論文と一般常識試験及び面接により行う。小論文は 800 字程度のボリュー

ムのものとする。保健医療分野でかかえる社会問題等を新聞やニュースなどのキーワード

によるテーマ式課題とし、保健医療分野に関わる事柄に関心を持ち続け、これまでに身に付

けた知識・能力を一層磨けることを確認し、高等学校で得た基礎学力を前提に、課題に対す

る理解力、論理的思考力、表現力等を評価する。また面接では、調査書、活動報告書、志望

理由書、資格・検定試験等の成績等の出願書類を参考に、入学後の学修意欲、目的意識や卒

業後の進路、志望動機、職業への理解、適性などを総合的に評価する。さらに、英語・国語・

数学・社会（時事問題を含む）の各分野での基礎的な知識・思考力を問うために一般常識試

験（マークシート方式）を課し選抜する。 
なお、「社会人」とは、出願時点で、高等学校等卒業後、保健医療分野の施設等において

１年以上の職務経験等があること。又は、大学入試資格を有し入学時現在で 23 歳以上であ

り、かつ出願時点で２年以上の職務経験があることなどが、社会人として認められる者とす

る。 
 

（ⅲ）AO入試 
明確な志望動機があり、入学後意欲をもって目標達成のため努力する者・将来の夢の実現

のために現在、実践していることを具体的に説明することができる者及び本学への入学を

第一志望とし、本学及び学科をよく理解して本学で学ぶ意欲のある者で、高等学校での成績

だけではかりきれないコミュニケーション力や、積極的に物事を理解しようとする意欲と

将来への展望などをエントリーシート（志望動機、自己ＰＲなどを記入）に基づき面接を行

い、総合的に評価し選抜する。 
 
（３）選抜体制 

本学では、専門職大学設置基準第３条及び「東京保健医療専門職大学入学者選考規程」に



88 
 

基づき、公正かつ妥当な方法により入学者選抜を実施するため、方法等を審議する入試委員

会及び入学試験の合否を審議する入学試験判定会議を設置する。 
入試委員会は、学部長、学科長、事務局長、入試広報部長、入試課長などをもって構成し、

委員長には学部長を充てる。試験問題の作成については、入試委員会に問題作成部会を置き、

試験問題の十分な点検を行いミスの防止に努めるとともに、中立・公正の確保を徹底する。 
入学試験判定会議は、学長、副学長、学部長、学科長、事務局長などをもって構成し、議

長には学長を充てる。入学試験の合格者は、入試判定会議の結果をもとに教授会の議を経て

学長が決定する。 
 

３．社会人の受入れ方策 

専門職大学として多様な学生を受け入れるため、本学は社会人を受け入れる計画である。 
（１）社会人に対する入試時及び入学後の配慮 

本学の社会人学生の選考に関し「社会人学生選考規程」を制定し、出願資格、選抜方法等

について定めた。 
①入試時の配慮 

入試時においては、受験日を選択しやすいよう入学試験日を 2 日設定する（2020（令和

２）年度入学者）。 
 

②入学後の配慮 

学科に関する実務経験を有する者や、大学等で学んだ学生に対し、「入学前の既修得単位

の認定に関する規程」を制定し、「既修得単位の認定」「実務経験による認定」及び「その他

の認定」について定めた。 
さらに、働きながら学ぶため４年間で卒業することが難しい学生などを対象にした「長期

履修規程」を制定し、対象となる学生の条件、期間、手続き等を定めた。 
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第１０. 取得可能な資格 
 

１．取得可能な資格 

本学部において、所定の授業科目を修得することで取得できる資格は、次のとおりである。 
 
・リハビリテーション学部 理学療法学科 理学療法士国家試験受験資格 
・リハビリテーション学部 作業療法学科 作業療法士国家試験受験資格 
 
上記の所定の授業科目は卒業に必要な科目であり、国家試験受験資格の取得が卒業要件

ではないが、卒業要件を満たすことは結果として国家試験受験資格を得ることになる。  
 

２．リハビリテーションに関する学校指定：教育課程と指定規則等との対比表 

 
リハビリテーションに関する教育課程と指定規則との対比表は、資料編に添付した。 
 
【資料 １８】指定規則との対比表 
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第１１. 実習の具体的計画 
 

１．理学療法学科 

（１）実習の目的 

臨地実務実習は、本学で学修した知識及び技術・技能を、学内教育では体験し得ない臨床

の場において、臨地実務実習指導者と共に理学療法の実施を通して、より一層の学修を深め

る教育として位置づけられている。つまり「知っている」「理解している」知識や技能を「実

践できる」段階へコンピテンシーを修得する課程である。 

学生が臨地実務実習を通して理学療法対象者の全体像を把握し、理学療法治療計画及

び治療等を体験しながら、保健医療専門職としての役割や責務を果たす能力、理学療法士と

して知識と技術・技能及び態度を培うためにも極めて重要となる実習である。 

なお、臨地実務実習は、学生が診療チームの一員として実際に診療に参加し、診療チー

ムの立案した診療計画に基づき、指導者の監督・指導のもとで患者の診療行為に参加する等

による診療参加型臨地実務実習として実施される。 

リハビリテーション学部では、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則（以下、

「指定規則」という。）の一部を改正する省令」の施行と同時となる 2020年４月 1日を大学

設置の時期としていることから、十分にその改正の趣旨を踏まえ、本学の教育の理念である

「地域社会の保健医療分野の発展への貢献」、リハビリテーション学部のディプロマ・ポリ

シー「保健医療分野の専門性・課題解決力」を備えた理学療法士を養成するため、「臨地実

務実習」は、学内で系統立てて教育した知識・技術・態度を理学療法の実践の場で実習指導

者の下で体験、実施することにより、それぞれの領域・系統の学びを集約し、修了時には理

学療法士としての基本的な臨床実践能力を身に付けられるようにしている。 

 

（２）教育目標 

教育目標は、次のとおりである。 
①理学療法及び理学療法士の役割を理解し行動することができる 
②理学療法対象者に対して適切な配慮と個人情報等の守秘義務を遵守し、疾患や障害の特

徴、リスク管理を行うことができる 
③臨地実務実習指導者の指導の下、理学療法評価計画・立案・目標設定を作成することが

できる 
④臨地実務実習指導者の指導の下、理学療法対象者の全体像を把握し、解決すべき課題を

抽出することができる 
⑤理学療法対象者に対する理学療法評価及び治療内容について適切に記録・報告する こ

とができる 
⑥臨地実務実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解することができる 
⑦チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解することができる 
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これらの目標を漸増的に修得できるように、臨地実務実習授業科目を構成する。 
１年次後期「見学実習」では、現場での理学療法士の役割の理解を狙いとしている。 

２年次後期には、「検査・測定実習」で、評価に先立つ検査・測定を行い、障害の程度を把

握していく。 

４年次前期の「評価実習」では、症例の障害像を把握する課程を理解し、「総合実習」では、

治療プログラムを作成、加えて基本的な治療手技を実施する。 

４年次後期の「地域実習」で、地域での役割を理解することで、本学の教育理念「地域社

会の保健医療分野の発展への貢献」できる能力を備えた理学療法士を育成する。 

 

図表 １１-１ 臨地実務実習科目の構成 

実習名 実習の目的 

見学実習 

本実習では、臨地実務実習指導者の下、医療人としての基本的心構えを実践

し、施設のスタッフとのコミュニケーションを通じて、チーム医療の中での理

学療法業務の内容（理学療法士の役割・責任）とその流れを把握できることに

加え、対象者の病態や障害を観察し、コミュニケーションが図れることを目的

とする。 

検査・測定 

実習 

臨地実務実習施設において治療プログラムを作成するために必要な検査項目

を挙げ、診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式で実際に行う。臨地

実務実習指導者の指導により学内で学んだ検査・測定項目を実際の臨地実務場

面で実施する。さらに検査・測定結果を障害に応じ解釈を行うための臨床知識

を修得し、障害程度の把握ができるようになることを目的とする。 

評価実習 

臨地実務実習施設において診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式

により理学療法の基本的プログラム作成過程を修得する。臨地実務実習指導者

の指導の下で各種の理学療法を幅広く体験し、理学療法士に求められる知識、

技術を修得する。また、専門職として理学療法士に求められる技術を修得する。

この実習は、症例に即した評価方法の選択・実施、評価結果より問題点を抽出

し、症例の障害像を把握する過程を学ぶことを目的とする。 

総合実習 

臨地実務実習指導者の指導の下で診療参加型かつクリニカル・クラークシッ

プ形式により、学内で学んだ理学療法評価、治療を臨床現場で実践する。理学

療法評価から治療目標を設定し、治療プログラムを作成する。加えて基本的な

治療手技を実施する。また専門職として理学療法士に求められる知識及び技術

を修得し、理学療法士としての基礎を築くことを目的とする。 

地域実習 

地域で理学療法を行う上で理学療法士に必要とされる役割や考え方、実践方

法について学ぶ。在宅や施設における評価方法、支援方法について医療施設等

で行われる理学療法との相違を理解することを目的とする。 
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（３）専門職大学としての取り組み 

従来の既設の専門学校における臨地実務実習は、厚生労働省理学療法士作業療法士学校

養成施設指定規則に基づき、それぞれの臨地実務実習指導要領に従い、主に資格取得のため

に特化した教育課程であり、実務に重点を置いた専門職としての到達目標、指導体制、成績

評価に基づき実施していた。 
これに対して本学は、多岐にわたる社会の要望を踏まえて、系統立てて理論付けされた理

学療法の実践的知識力と技術力を養い、様々な障害を有する対象者を対処する専門職とし

て相応しい人材を育成するべく、特に保健医療分野において多職種と連携・協働できる専門

職としての能力を発揮する理学療法士、作業療法士を育成すること目的としている。 
臨地実務実習から学内に戻っての到達目標として、「臨地実務実習の経験を自ら振り返り、

臨地実務実習の成果を客観視することができる」を掲げた。学生は、臨地実務実習終了後、

実習施設の概要と体験した理学療法対象者について、発表資料を作成し、学生相互に実習内

容を報告し、実習報告会担当教員の下で、相互討論しながら理学療法の評価・治療方法や各

施設における理学療法士の役割や業務について、振り返り学修し理解を深め基本的な態度、

臨床技能、臨床思考過程の三側面を通して実践的なスキルを修得することができることを

追加する。 
成績評価については、既設の専門学校での臨地実務実習評価が「実習指導者の評価を重視

し成績評価判定」であったという指摘・反省から、科目責任者の教員を中心として、評価に

関わった全教員による「評価判定会議」を設け、公正・公平に行われたかどうかを検討・確

認しながら行う。そして、学外評価と学内評価を統合し、総合的に成績評価の判定を行う。 
以上のように、本学においては、臨床実習の評価に複数の教員が携わり、客観的かつ多角

的な評価を実施し、評価の質を担保する。 
 
（４）臨地実務実習の流れ 

本学の理学療法学科は、教育課程で示す「見学実習」「検査・測定実習」「評価実習」「総

合実習」「地域実習」を行う。 
 
臨地実務実習の内容は、具体的には「臨地実務実習ガイドライン」を基本として実施する。

理学療法学科は、「臨地実務実習ガイドライン」を作成し、臨地実務実習の実施に関する事

項の周知を図る。臨地実務実習は、学内で学修した知識及び技術・技能を実践できるコンピ

テンシーへ結びつけるため、臨床体験を通じて、理学療法を段階的に学修する。 
臨地実務実習の科目配置は、次のとおりである。 
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図表 １１-２ 臨地実務実習 科目配置一覧 
実習区分 修得単位 実施年次 期間 概要 

見学実習 1 単位 1 年次後期（2 月） 1 週間 
理学療法士として基本的態度を身に付

けるとともに、専門職としての意識付

けを行う。 

検査・測定

実習 
2 単位 2 年次後期（2 月） 2 週間 

理学療法の検査・測定について実践的

な知識と技術を修得する。 

評価実習 8 単位 4 年次前期（4～6 月） 8 週間 
理学療法評価を実践的に知識と技術を

修得する。 

総合実習 8 単位 4 年次前期（6～8 月） 8 週間 
理学療法評価から治療に至る一連の流

れについて実践的に知識と技術を修得

する。 

地域実習 1 単位 4 年次後期（10 月） 1 週間 
生活期において在宅や施設に居住する

地域在住の理学療法対象者における理

学療法について実地見学、体験をする。 

計 20 単位    

 
 

【理学療法の基本の流れ】 

検査・測定 ⇒ 評価（治療計画） ⇒ 治 療 

 

図表 １１-３ 本学の「臨地実務実習」及び背景となる課程の構成 

1年次 2年次 3年次 4年次 

 

検査・測定実習の 

履修の条件 

   ｜     

 

 

 

見学実習 

 

 

 

 

 

     

  検査・測定実習 

   

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

 

 

   

  

 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 

 

地域実習 

 総合実習 

評価実習 

     

      

 

 

評価実習・総合実習の  

履修の条件  

 

基礎評価学 
実習 
 
 

運動器評価
学・実習 
神経評価学・ 
実習 
 

内部障害 
評価学・ 
実習 
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（５）実習先の確保の状況 

本学科の実習受入れを承諾した施設を資料（臨地実務実習施設一覧）に示す。 

臨地実務実習施設は、１都３県（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）が中心となる。実

習受入れ施設数は 115施設（１都３県施設）で、各施設の受入れ人数は年間１人～６人であ

る。 

実習施設は、疾患や急性期リハビリテーション・回復期リハビリテーション・生活期リハ

ビリテーションのバランスに留意し、偏らないよう考慮する。病院・診療所においては、急

性期と回復期の施設を中心に、生活期として介護老人保健施設を選定した。 

なお、臨地実務実習施設は厚生労働省の指定規則に従い、実習時間の３分の２以上は、医

療提供施設において行い、医療提供施設における実習の２分の１は病院又は診療所で行う。 

 

図表 １１-４ 臨地実務実習 科目配置一覧 

科目 実施時期 定員数 
受入学生数 

（下段施設数） 

見学実習 1年次後期 80 名 
80 名 

（53施設） 

検査・測定実習 2年次後期 80 名 
80 名 

（52施設） 

評価実習 4年次前期 80 名 
80 名 

（53施設） 

総合実習 4年次前期 80 名 
80 名 

（59施設） 

地域実習 4年次後期 80 名 
80 名 

（47施設） 

 

以上のとおり、教育課程に必要な実習先が確保されている。 

 

１）実習先が遠方にある場合の学生の移動方法の配慮等 

実習地が遠方となる場合は、本人が希望・了解する場合に限って、下記の配慮を持って実

施する。 

本学に近い通学圏、１都３県の実習施設を優先して、臨地実務実習を行うこととする。関

東地方の中でも遠方の実習施設となった場合には、学生にとって多額の金銭的や精神的な

負担が生じることにもなる。このため、これら学生に対し、金銭的な配慮として、遠方の実

習施設までの往復の交通費を大学が負担する。 

学生のメンタルケアを重視し、担当教員が頻回に臨地実務実習状況についての情報を対

象学生と取り合い、懸念事項が生じた場合、学科として注視し、実習施設との連絡を密に取
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り、必要に応じて実習施設訪問を含めた対応を行う。 

２）実習先との契約の内容等 
実習施設の承諾は、実習先に各実習の目的を明示し理解を得た上で、実習承諾書をもって

承諾を取り、臨地実務実習施設と本学の間での契約とする。 

【記載の内容】 

・実習内容 

・期間 ／ 実習指導責任者等 ／ 実習費用 

・遵守事項    

実習指導者の指示を遵守すること、名札の着用など 

・院内感染事故防止 

ア．抗体価検査 

院内感染事故防止のため、各種抗体検査（Ｂ型肝炎、麻しん、風疹、水痘、流行

性耳下腺炎）を実施し、実習先に対して、実習者の抗体検査結果報告書を提出す

る旨 

イ．予防接種（Ｂ型肝炎、麻しん、風疹、水痘、流行性耳下腺炎） 

実習内容及び実習期間を勘案し実習先が必要と求めた場合は実施し、実習先に

対し、実習者の予防接種実施状況報告書を提出する旨 

・守秘義務 

個人情報及び実習先事項の取り扱い 

・損害賠償 

本学学生が実習中において実習先及び第三者に損害を与えた場合の本学に対する求 

償権 

・契約に定めのない事項については協議解決する旨 

 

（６）実習水準の確保 

理学療法学科に臨地実務実習ワーキンググループを設置し、臨地実務実習水準を確保す

るため、次に示した臨地実務実習指導体制及び臨地実務実習受入れ施設との連携体制の構

築を行う。 

また、学生に対しては、臨地実務実習オリエンテーションを行い、臨地実務実習の目的を

周知し、学生の不安を軽減し、早期に問題対応できる体制を構築する。臨地実務実習に関係

する教員と受入れ施設の臨地実務実習指導者等で構成される臨地実務実習指導者会議及び

研修を開催する。 

実習の効果をより確実なものにするために、臨地実務実習前には、学生による技術・技能

の実施において、実施内容について十分説明できる能力をつけるとともに、実施前のガイダ

ンスもしくは、振り返りのタイミングで、情報交換、実習報告、OSCE（客観的臨床能力試験）、

OSCEに準ずる実技試験を実施し、実習可能な水準にまで技能を修得することとする。 



96 
 

 

（７）指導体制 

大学側と実習施設側との指導者が連携して臨地実務実習指導を行う。それぞれの役割分

担を共通理解し、緊密な連携のもとで学修効果が高くなる臨地実務実習を可能とする体制

を構築する。 

 

１）大学側と実習施設側の指導体制 

臨地実務実習に関わる大学側の臨地実務実習担当者と実習施設側の臨地実務実習指導者

の役割は下記のとおりである。 

 

図表 １１-５ 臨地実務実習指導者の役割 

項目 所在 

実施中の統制 実習調整担当者・科目責任者 

実習巡回 巡回担当教員 

振り返り・成績評価 学科担当 

報告会 学科教員・臨地実務実習指導者 

成績判定 評価判定会議 

 

①大学側：臨地実務実習担当者 

専任教員が担当し、臨地実務実習の計画・実施・評価・指導体制の構築、実習施設との連

絡調整、臨地実務実習指導者と臨地実務実習内容・方法に関する協議・調整等の役割がある。 

 

②実習施設側：臨地実務実習指導者 

臨地実務実習指導者は、臨地実務実習受入れ施設の職員であり、実務経験年数５年以上の

有資格者である。本学としては臨地実務実習指導者に対し、臨地実務実習指導、卒前・卒後

教育等に関連した教育や臨床に関する研修会を実施し、大学教育における臨地実務実習の

意義や目標・方法・評価等の見識、学生の能力等に合わせた臨地実務実習指導の方法を学修

する機会を複数回設定することで、実習指導者の資質や水準を一定に確保し、指導能力を整

えることを考えている。 

 

２）専任教員の配置並びに巡回指導計画  

専任教員を配置し、各臨地実務実習期間の中期に臨地実務実習巡回指導を実施する。その

際には、臨地実務実習目標の達成度や顕在化した課題の明確化を図り、学生、大学、臨地実

務実習指導者の相互認識のもと一貫した指導体制をとる。 

また、臨地実務実習巡回指導教員は臨地実務実習指導者と連絡をとり開始時の学生の状

況について把握し、講義に影響を及ぼすことがないように円滑な指導ができる体制をとっ
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ている。臨地実務実習の巡回訪問指導については、専任教員が臨地実務実習施設を分担し、

実務家教員を中心とした配置構成をする。 

 

図表 １１-６ 実習の巡回等含めた予定 

科目 内容 

全実習共通事項 

定期的に開催する臨地実務実習指導者会議へ臨地実務実習指導者が参加すること

で、実習全体の実習の動向と情報共有の機会とするとともに、研修等により、臨地実

務実習指導者における教育的質の基準を担保する。 

見学実習 

見学実習は、実習前に施設へ打ち合わせのために訪問し、実習目的や方法を共有し、

その内容を実習前の学生オリエンテーションで学生と共有する。 

実習期間中に臨地実務実習指導者と電話等による情報交換を行い、訪問の必要があれ

ば、臨機応変に実習地訪問をする体制とする。 

検査・測定実習 
実習期間中に臨地実務実習指導者と電話等による情報交換を行い、訪問の必要があ

れば、臨機応変に実習地訪問をする体制とする。 

評価実習 
 

評価実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に係る打ち合わせをして実

習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学生とも

実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換をするとと

もに、原則として実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を実

施して、実習の到達目標を達成できるような指導体制とする。 

総合実習 
 

総合実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に係る打ち合わせをして実

習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学生とも

実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換をするとと

もに、原則として実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を実

施して、実習の到達目標を達成できるような指導体制とする。なお、必要に応じて適

宜に実習施設を訪問するが、原則として実習期間中の半ば、実習開始から 4 週目前後

に実習の進捗状況を確認するために、実習施設を訪問し、指導することとする。 

地域実習 

地域実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関する打ち合わせをして

実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学生と

も実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換をすると

ともに、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を実施して、実習の到達目標を達

成できるような指導体制とする。 

 

（８）指導方法 

１）臨地実務実習の事前・事後における指導 

①実習前オリエンテーションの実施 
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学生に対して、臨地実務実習開始前にオリエンテーションを実施し、臨地実務実習の目

的や心得、リスク管理、その他臨地実務実習に関わる必要な事項について事前の指導を行

う。また、各種抗体価検査及び予防接種を実施し、その結果を臨地実務実習管理担当者が

保管並びに確認し、感染症予防に向けて必要なワクチンや予防接種を指導、実施し実習先

での感染予防に努める。 

 

②臨地実務実習前の準備 

履修前に実施する実技試験に合格していることを「検査・測定実習」「評価実習」の、

OSCE に合格していることを「総合実習」の履修における前提条件とする。OSCE について

は、各課題の得点の 60％以上を合格とし、課題得点が 40％以上 60％未満と判定された学

生は、臨地実務実習開始前までに復習し習熟度を高めて、さらに教員による指導を実施す

る。指導によって習熟度の改善が認められた場合に、履修を許可する。課題得点が 40％未

満は、臨地実務実習の履修を認めないものとする。 

 

③臨地実務実習後の指導 

「見学実習」終了後は、学生をグループに分けて経験した実習内容についての実習報告

会を実施する。他学生や他のグループの発表や報告を通して、理学療法実践への理解を深

めるように、専任教員を配置して適宜、助言・指導を実施する。 

「検査・測定実習」と「評価実習・総合実習」の終了後には、学生をグループに分けて

経験した症例について実習報告を行う。学生を主として相互討論し、専任教員による修正・

助言・指導を行う。知識・技術等の修得不足や誤認等があった場合は、改善に向けて教員

が課題を提示する等の事後学修を指示することで学生が自ら学修し、理学療法の実践力が

深まることになる。 

右記のラーニング・ピラミッドで示されるとおり、

講義を受けただけでは、「知識の定着」が少ないと言

われていることから、本学では、臨地実務実習に関

して、振り返りによる「知識の定着」を図ることを

重視する。 

特に、「手技・技術の振り返り」と「理論の振り返

り」の紐付けを行い、「知識の定着」を図ることに主

眼を置く。このために、「他人に教える」ことが効果

的である点に着目し、実習終了後には、自己の臨地

実務実習内容を振り返り、学内講義や実習内容との相違や臨地実務実習で経験した内容を

整理し、その内容を発表により、他学生に伝えることで、自身の知識と実技による技術・技

能としての経験が定着できるように指導する。 

これらの考え方は、本学が目指す知識（理論）と技術・技能（実技）を兼ねそろえた効果
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的な修得となり、既設専門学校教育の技術・技能の重視型、大学教育の知識（理論）重視型

とは異なる理論と技術とのバランスが取れた専門職大学としての教育内容である。 

 

２）障害の時期・施設別実習の観点と狙いの明示 

本学では、指定規則に示す臨地実務実習の内容を遵守するとともに、保健医療の幅広く活

躍できる人材を育成する観点から学生には、実習科目ごとの目的と併せ、個別に「病期、実

習先の病院・施設」の性質により、観点が異なることを明示することで修得する内容の効果

を高める。 

振り返りや実習報告会では、下記の観点を踏まえ、様々な態様の病院・施設に行った学

生間で情報共有し、「全体知への引上げ」につなげる。 

 

図表 １１-７ 病期による理学療法 

時期 施設 理学療法 

急性期 

医療機関 

病状の安定や疾病の治癒を目的に、病態の急変などに対する

リスク管理を行うなど、早期理学療法による治療の観点 

回復期 
病院やケガの状態が安定し機能回復や能力改善を目的に、生

活復帰や社会復帰を目的とする回復過程を理解する観点 

生活期 

自宅や施設において自分らしく生活し社会参加を実現する

ためのサポートを目的とし、生活機能からの観点 

 老健、通所リハビリ

を提供している事業

所 

自宅や施設における日常生活活動や社会参加における生活

機能とその工夫などの観点 

訪問リハビリを提供

している事業所 

在宅における日常生活活動や生活機能の評価及び家族への

介助指導の観点 

 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

本学としての教育成果を上げるための新たな取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCEを導入する。導入に当たっては効率的・効果的に評価する観点から、導

入科目を理学療法全般に関係する内容（面接、評価、目標設定、療法計画の作成と実施、再

評価、今後の方針という一連の流れ）を体験する科目でありより実践的な臨地実務実習であ

る「総合実習」とし、「総合実習」の前後で OSCE を実施することとした。 

 

①目的 

 OSCE は、臨地実務実習を行うに当たり学生が学内で学修した知識・技術及び態度につ

いて必要な臨床能力として身に付けているか客観的に評価するために実施する。 
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②実施方法 

1. 実施時期：総合実習前及び総合実習後 

2. 対象学生数：80 名 

3. 実施要領 
 ４課題を設定する。 
 １日２課題ずつ、２日間に分けて実施する。 
 全体を 40 人ずつ２グループに分け、各グループ２人一組とし 20 組に編成する。 
 １課題に要する時間は、試験時間が５分、試験後の個別フィードバックを２分、移

動を１分、合計８分とする。 

4. 課題ごとのステーション数 
 同時に２組が受験できるよう各課題にそれぞれ２つのステーションを設置し、全

体で４ステーションを設置する。 

5. ＯＳＣＥの課題 
 理学療法学科では、「検査・測定の評価・介入」「内部障害疾患の評価・介入」「運動器疾

患の評価・介入」「中枢神経疾患の評価・介入」の４課題とする。 
 それぞれの課題に２ステーションを設定する。 

 
 課題 ステーション数 

1 日目 
検査・測定の評価・介入 2 

内部障害疾患の評価・介入 2 

2 日目 
運動器疾患の評価・介入 2 

中枢神経疾患の評価・介入 2 

 

6. 評価方法 
態度及び技能をそれぞれ３段階で評価する。 
評価者は課題ごとに評価基準に従って採点する。２名の評価者の採点結果を平均し、各

課題で 60％以上得点することを合格の条件とする。得点が 60％未満の課題があった学生

には、指導を行った上で再評価を行う。 
OSCE実施前に OSCEを担当する教員には、各試験課題に関する評価シートを用いて、各

試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、記入方法等について、FD 等を利用して、研

修・確認を行うこととする。 

OSCE終了後、OSCEを担当した全教員が集まり、評価判定が公正・公平に実施されたか

について確認を行い、最終的な OSCE成績評価判定を行う。 
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7. 教員配置 
各ステーションに模擬患者１名、評価者２名を配置する。模擬患者及び評価者は教員と

する。 
OSCE が適切に運用されるよう進行を管理するタイムキーパー１名、学生控室の監督

各１名、全ステーションの総括者１名（教員）を配置、必要教職員数は各学科共に合計 16
名である。 

 
図表 １１-８ 教員配置 

（単位：人） 

 
役割 

理学療法学科 

人数 合計人数 

各ステーション 
模擬患者 1 4 

評価者 2 8 

共通 

タイムキーパー 1 1 

学生控室① 監督 1 1 

学生控室② 監督 1 1 

総括者 1 1 

合計  16 

 
8. オリエンテーション 

OSCE の実施前にオリエンテーションを実施し、事前に複数の課題を提示し、指導す

る。学生は事前に提示された課題に対する準備を行い、OSCE に臨む。 

9. 学生の動き方 
 学生は集合時間に学生控室に入室し、OSCE の受験方法について説明を受ける。 
 80 名を２グループに分け、２名を一組とする。一組が２つのステーションで同時

に同一課題を受験する。 
 １つの課題終了後、タイムキーパーの合図に従い次のステーションに移動する。 
 一組の試験終了後、次の組の試験を開始する。 
 試験が終わった学生は、待機中の学生と接触や情報交換ができないよう動線等に

配慮する。 
 

10. 実施手順（工程表） 
 実施手順（工程）は以下のとおりである。 
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図表 １１-９ 実施手順（工程表） 

 総括者 
監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

試験 

開始前 

進行の調

整、体調不良

の学生対応

など緊急事

態への対応 

学生の出

席確認、予定

時間に対象

学生を、待機

場所への移

動を促す 

廊下に学生が待

機していることを

確認する。学生が

待機していない場

合は、総括者に連

絡し、学生を呼び

出す。 

時間までに学生

控室へ入室。学生

は、監督者の指示

に従い控室から廊

下へ移動 

開始時間までに担

当するステーションに

入室する。 

廊下の椅子に着

席し待機 

 

時間 

(分：秒) 
総括者 

監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

0:00 

～ 

  

タイムテーブルに

示された試験開始

時間に、廊下で待

機している学生を

各ステーションに

入室させる。 

タイムキーパ

ーの合図で入

室し、評価者に

名前を告げる。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

0:30   

学生に対して「問

題を読んでくださ

い」とアナウンスを

する。 

「問題を読ん

でください」のア

ナウンスで問題

を読み始める。 

 
設定さ

れた位

置につく 

0：30 

～ 

  （試験開始の案

内を行う） 
（実技開始） 

課題の進行

に合わせて評

価シートにリ

アルタイムに

記入していく。 

患者役

になる 

4:30   「残り 1 分です」

とアナウンスする 
解答中   

5:30   

「試験を終了とし

ます。これよりフィ

ードバックです」と

アナウンスする。 

フィードバック

を受ける 

フィードバッ

ク開始 

患者役

終了 

7:30   

「終了します、す

みやかに退室して

ください」とアナウ

ンスする 

途中であって

も終了し、退室

する。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

8:00   

次の課題前の廊

下に移動し、椅子

に着席するように

指示する 

次の課題前の

廊下に移動し、

椅子に着席す

る。２課題終了

後、学生控室に

移動する。 
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４）診療参加型臨地実務実習への対応 

クリニカル・クラークシップ方式を重視し、実習期間中は臨地実務実習指導者のもとで、

対象者とその家族等への理学療法の一連の流れを学ぶ。 

実習に際しては「見学→模倣→実施」という指導方法により、臨地実務実習指導者のクラ

ーク（助手）的役割を果たすことで、臨地実務実習指導者の診療思考過程（クリニカルリー

ズニング）と評価・治療技術を修得する。 

 

５）到達目標シート（実習関連） 

公平・公正かつ大学教育にふさわしい教育水準を学外実習でも確保するために、「臨地

実務実習ガイドライン」「到達目標シート」を作成した。 
この臨地実務実習ガイドラインを大学・臨地実務実習施設・臨地実務実習指導者・学生そ

れぞれが共有し、実習内容及び臨地実務実習評価の水準の確保に努める。「到達目標シート」

と項目を連動させた「臨地実務実習自己評価表」、「臨地実務実習評価表」を本学・臨地実務

実習施設・臨地実務実習指導者・学生で共有することで、相互において臨地実務実習の検証

が可能であると考える。 
 
実習指導者に対しては臨地実務実習指導者会議において、学生が臨地実務実習で修得す

べき内容・レベルを共有する。学生には「臨地実務実習成績評価の指標」を「臨地実務実習

ガイドライン・到達目標シート」について詳しくその目的、意義、活用方法等を説明する。

臨地実務実習実施期間中においては、定期報告・連絡や臨地実務実習施設巡回などで、臨地

実務実習の履行状況を学科が把握できる指導体制とし、臨地実務実習教育の質の確保に努

める計画である。 
 

【資料 １９】臨地実務実習ガイドライン：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２０】到達目標シート：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２１】評価表（自己評価用）：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２２】評価表（実習指導者用）：リハビリテーション学部 理学療法学科 

 

 

（９）臨地実務実習施設との連携体制 

臨地実務実習の実習水準を確保するためには、臨地実務実習施設との連携体制が重要に

なってくる。本学では、下記のような体制をつくり、実習水準の確保に努める。 

 

１）臨地実務実習の組織体制と臨地実務実習調整担当者 

臨地実務実習の科目責任者を中心に、臨地実務実習に関わる委員会及びワーキンググル

ープ、臨地実務実習調整会議、事務部門などの組織の役割を明確化して、臨地実務実習につ
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いて包括的に管理を行う。臨地実務実習の科目責任者、及び担当教員は、臨地実務実習の包

括的な計画作成、臨地実務実習施設との連絡、調整、各学生の臨地実務実習進捗状況管理等

の役割を有している。 
 

【臨地実務実習を統括する組織の役割】 
・臨地実務実習の意義を明確化 
・臨地実務実習到達目標設定 
・臨地実務実習前後における学生に対する評価法 
・臨地実務実習時期及び期間の設計 
・臨地実務実習施設への学生配置 
・臨地実務実習において学生が行う行為や技術水準の設定 
・診療参加型及びクリニカル・クラークシップによる指導方法 

 
２）臨地実務実習指導者について 

開学を予定する 2020年度より、理学療法士・作業療法士養成施設等指定規則の改定に伴い、

臨地実務実習指導者の要件の改定及び主たる臨地実務実習施設の要件が追加されることを受け

て、本学でも改訂指定規則に準拠した臨地実務実習指導者及び臨地実務実習施設を確保する。  

しかし、現状では、厚生労働省の指定規則改定による臨地実務実習指導者の要件を満たす者、

特に、厚生労働省の指定する研修等を受講した理学療法士が極めて限られていることから、本申

請に当たっては、指定規則経過期間もあり、指定規則改定後の要件にある「免許を受けた後５年

以上業務に従事した者」が所属する施設から臨地実務実習施設としての承諾を得ている。 

なお、臨地実務実習施設における臨地実務実習指導者については、指定規則の改定後の経

過措置期間に、該当する臨地実務実習施設の厚生労働省が指定する研修を受講していない理学

療法士については、厚生労働省が指定する研修を受講できるように、本学として支援することで開

学後の臨地実務実習指導者を確保する。 

 

３）臨地実務実習施設との連絡体制 

臨地実務実習施設との連携体制を維持するため、大学臨地実務実習担当教員と臨地実務

実習指導者は適時連絡を取り合い、学生指導及び臨地実務実習全般の調整を行う。臨地実務

実習の実施に当たっては、科目責任者となる教員に負担が集中しないよう、教員だけでなく

実習担当職員も配置し巡回指導教員と職員及び科目責任者が連携し対応する体制を整える。 
臨地実務実習指導者は、本学から提示した臨地実務実習計画に基づき、臨地実務実習の環

境調整をし、学生が担当する理学療法対象者の評価や治療プログラム立案・修正、治療の実

施、他部門スタッフとの調整等を行う。また、本学臨地実務実習担当者と臨地実務実習の指

導状況については、綿密に連絡を取り合い情報交換することに努める。 
臨地実務実習施設への訪問は原則として 1、２、４年次の見学実習、検査・測定実習、地
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域実習を除き、各臨地実務実習期間中に 1 回、あるいは要請もしくは必要に応じて複数回

の訪問を行う。 
臨地実務実習巡回指導では学生における心身の健康状態を確認するとともに、学生から

の相談に応じ、臨地実務実習中の学修をサポートする。学生一人に対する巡回指導時間は、

臨地実務実習中の学生の状況に合わせて、必要な時間を確保する。 
臨地実務実習を確実に履行できるよう、専任教員は巡回指導時以外にも臨地実務実習指

導者ならびに学生と 1 週間に 1 回程度定期的に連絡をとり、臨地実務実習の状況を確認す

るとともに、学生及び臨地実務実習指導者が抱える課題や問題等について指導・援助できる

体制をとる。 
連絡の手段として、臨地実務実習指導者については電話を、学生については電話及びメー

ルを使用し、専任教員は施設での臨地実務実習及び自宅学習の状況の把握に努め、臨地実務

実習施設へ訪問して指導する必要があると判断した場合には、巡回指導の時期を早める等

の変更、複数回の巡回を行うようにする等、速やかに対応する。 
 
４） 実習前、実習中、実習後等における調整・連携の具体的な方法 

①実習前 

年度ごとに、事前に本学科の全教員と臨地実務実習指導者が出席する「臨地実務実習指導

者会議」を開催し、臨地実務実習指導者に対して、臨地実務実習の本学が示す目的、目的に

到達するための教育方法、課題、成績評価等に関する説明を行い、内容を共有する。 

さらに実習ごとに、上記の内容を担当教員が訪問、又は電話で確認する。 

 

②実習中 

臨地実務実習については、実習科目ごとに責任者を置き、その教員が中心となって他の教

員と協力して臨地実務実習中の計画と実施に向けた調整を行う。 

具体的には、実習期間中は、担当教員が適宜電話等により学生の実習の取り組み状況の様

子や進行状況等の確認を、臨地実務実習指導者との情報交換により随時確認するなどの連

絡と相談を行うとともに、実習施設への巡回訪問による実習指導者と情報共有や意見交換、

学生に対する指導、学生と臨地実務実習指導者間の調整を行う。 

 

③実習後 

実習終了後は、学生の実習への取り組みの状況、実習において学修した内容について意見

交換を行い、臨地実務実習に関する課題を明確化して、その後の臨地実務実習指導者会議で

報告を行う。これらの課題については、臨地実務実習指導者会議で臨地実務実習指導者との

討論を行った上で、課題の解決や改善に向けて協議を行う。 

各実習施設で行われている実習指導の内容と方法を巡回訪問等で確認し、大学の教育方

針と異なる場合や問題が生じている場合は実習指導者と大学の担当者が話し合い、必要に
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応じて調整を行う。 

 

５）臨地実務実習指導者会議の開催計画 

臨地実務実習に関係する教員と受入れ施設の臨地実務実習指導者等で構成される臨地実

務実習指導者協議会を開催する。開催計画として、年度替わりの３月初旬の開催を必須とし、

年 2回を予定している。 

この協議会では臨地実務実習運営に関わる情報交換をするとともに、臨地実務実習にお

ける学修成果の評価を共有し、臨地実務実習における課題の検討を大学側と受入れ施設側

で共に行う。 

また、実習指導者に対しては臨地実務実習指導者会議において、学生が臨地実務実習にお

いて修得すべき内容・レベルを共有する。学生には「臨地実務実習成績評価の指標」を「臨

地実務実習ガイドライン・到達目標シート」を用いて詳しくその目的、意義、活用方法等を

説明する。 

臨地実務実習における課題の検討結果に基づき、次年度の臨地実務実習を計画すること

により、学修環境や指導体制の改善に繋げることができる。教員に加え実習担当職員を配置

し、大学側と臨地実務実習指導者とが緊密に連絡をとり、より高い学修効果が得られるよう

臨地実務実習環境を整える。 

 

６）研修会の実施 

臨地実務実習を実施する施設では、指定規則による実習指導者の要件を遵守することは

もちろん、既設の専門学校とは異なるより高い質的な教育的効果が期待されることから、本

学科では臨地実務実習指導者に対し、臨地実務実習指導、卒前・卒後教育等に関連した教育

や臨床に関する研修会を実施し、大学教育における臨地実務実習の意義や目標、方法、評価

等の見識を共有し指導能力向上を図る。 

大学教育における臨地実務実習の意義や目標・方法・評価等の見識、学生の能力等に合わ

せた臨地実務実習指導の方法を学修する機会を複数回数設定することで実習指導者の資質

や水準を一定に確保し、指導能力を整えることを考えている。 
 

７）複数施設の場合の実習先での教育の質の保証 

実習指導者の要件が、改正指定規則により、実務経験が５年以上、かつ、指導者研修を受

講していることとして引き上げられたことにより、実習施設の質の担保は一定、保たれるこ

ととなった。 

実習先から学生が戻り、学内での「振り返り」の機会で、講義、学内実習での教示・修得

内容との乖離がある場合は、大学の教育方針と異なる場合や問題が生じている可能性があ

るため実習指導者と大学の担当者が話し合い、必要に応じて調整を行う。 
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８）緊急時の連絡体制 

実習期間中の実習施設での事故、学生本人に係る事故等緊急を要する事態が発生した場

合については「臨地実務実習ガイドライン」に記載するほか、オリエンテーション等で説明

し、周知を徹底する。なお、実習中における事故発生時の緊急連絡体制については実習施設

の規定と大学の報告経路に従い、密に連携をとりながら迅速に対応する。 

 

（１０）臨地実務実習計画の概要 

１）見学実習 

科目 見学実習 

概要 開講学年：１年後期、時間数（期間）45 時間（１週間）、単位：１単位 

目的 

臨地実務実習指導者と共に、診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式

を踏まえて見学し、施設の役割や機能を理解し、理学療法士の業務を把握した上

で、理学療法対象者の概要を認識して、臨地実務実習施設のスタッフや理学療法

対象者とのコミュニケーションを図ること。 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

幅広い年齢層の対象者と接する中で、接遇、コミュニケーションのあり方を考

え、専門職としての理学療法士に求められる態度と役割を理解する。併せて、理

学療法対象者の病期、多様性、個別性を理解して、実習以降の専門教育の動機付

けを行う。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

1.理学療法業務の流れと役割そして責任について理解する 

2.理学療法対象者への理解を深める 

3.臨地実務実習を通して、その後の勉学への意欲を高める 

4.理学療法士としての基本的態度・資質を養う 

5.理学療法に対する関心や興味を深め、今後の学修への意欲を高める 

6.一般的な理学療法対象者の概要を理解することができる 

7.理学療法士の業務や守秘義務等の責務について理解することができる 

8.実習施設における各職種の業務や責務について理解することができる 

9.理学療法を学ぶ学生としての基本的態度・資質を養うことができる 

10.理学療法の見学を踏まえて、理学療法への関心を深め学修意欲を高めること

ができる 

11.簡単な理学療法の補助業務を経験することができる 

修得状況の評価方

法・評価基準 

具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価する。 

本学が作成した「臨地実務実習ガイドライン」、「到達目標シート」の説明を含め、

「課題」＝「行動目標」＝「評価（自己・実習指導者）」ポイントであることを明

示する。 
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指導計画 

事前 

実習オリエンテーションは、臨地実務実習の目的と意義、実習生の心得（個人

情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び学校との連絡方法、

実習の到達目標と課題、実習の評価、実習実施に際して必要な手続き等について

指導を行う。 

 なお、実習生として、受身的な態度（実習への参加）ではなく、臨地実務実習

指導者からも積極的なコミュニケーションや自主的な学びを期待されているこ

とを理解できるよう指導する。 

事後 
実習後、実習報告会で、学修内容を担当教員と振り返り、知識の定着を図り、

実習内容を発表する。 

実習前の必要な履修

科目 
基礎理学療法概論 

客観的臨床能力試験

（OSCE）の実施等 
見学実習のため、OSCE の実施はしない 

実習施設における指

導者の配置 

見学実習であるが、学生と指導者の比率２：１とする。 

原則、本学教員の同行はしないが、臨地実務実習施設に適格者が不在の場合は、

本学教員が実習指導を行う。 

成績評価方法 

決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした上で、➀症例報告書、

②実習記録、③学内症例発表及び④実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導

者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 

 

 

２）検査・測定実習 

科目 検査・測定実習 

概要 開講学年：２年後期、時間数（期間）90 時間（２週間）、単位：２単位 

目的 

医療機関や施設において、理学療法対象者評価の一部として実施される検査、

測定評価について、学内で履修した知識と技術を踏まえ学修する。医療機関や施

設において、理学療法評価として必要な基本的な検査・測定項目を挙げ、担当症

例に対して実際に検査・測定を行い検査・測定結果を障害に応じ解釈を行うため

の臨床知識を修得し、障害程度の把握ができること。 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

学生は、指導者の指示により検査測定を幅広く体験し（クラークシップ形式）、

理学療法士に求められる知識、技術の適応方法を学習する。専門職として理学療

法士に求められる技術を修得し、その適応方法を学修する。実習前後、学内で実

習内容の確認等を担当教員から指導を受ける。 

・理学療法対象者及び診療スタッフとのコミュニケーション等 

・担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な検査測定の説明、模倣 

・担当症例情報収集 基本的な検査測定の説明、模倣、実施 
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・担当症例評価計画の立案 基本的な検査測定の説明、模倣、実施 

・理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施  

・担当症例への理学療法検査測定実施 リスク管理 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

1.障害に応じた検査測定項目を挙げることができる 

2.対象者に対し、検査・測定の目的と手順を説明する 

3.提示された禁忌・注意事項を厳守できる 

4.指定された検査・測定を適切に実施できる 

5.障害に応じた検査データの解釈ができる 

6.理学療法士としての資質・態度を養う 

7.理学療法対象者へ適切な検査・測定項目を挙げ検査・測定の目的・手順を説明 

できる 

8.臨地実務実習指導者の指示に従って、検査・測定を実践できる 

9.検査・測定結果を理解することができるとともに、正確に記録し報告できる 

10.提示された禁忌・注意事項や個人情報等の守秘義務を遵守できる 

11.理学療法対象者への配慮ならびにリスク管理を行うことができる 

12.臨地実務実習指導者のもとで、理学療法対象者と良好な関係を築くことがで 

きる。 

修得状況の評価方

法・評価基準 
具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価する。 

指導計画 

事前 
臨地実務実習前オリエンテーションを実施し、実技試験により基礎理学療法学

評価学及び実習の習熟度を評価する。 

事後 

 臨地実務実習後、実技試験を実施し、基礎理学療法評価学及び実習の習熟度を

評価した上で、学内課題発表の場である実習報告会で、学習内容を担当教員と振

り返り、実習内容を発表する。 

実習前の必要履修科

目 
2 年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること 

客観的臨床能力試験

（OSCE）の実施等 

 臨地実務実習前 OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 
学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした上で、①実技試験の

結果、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 
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３）評価実習 

科目 評価実習 

概要 開講学年：４年前期、時間数（期間）360 時間（８週間）、単位：８単位 

目的 

医療機関や施設において、理学療法評価を幅広く体験しながら理学療法対象者

における理学療法実施上の問題点を探索し、理学療法プログラム作成過程を修得

する。理学療法対象者に対する評価方法の選択・実施、評価結果より問題点を抽

出し、症例の障害像を把握する過程を学修する。 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

臨地実務実習指導者の指示により理学療法評価を幅広く体験し（クラークシッ

プ形式）、理学療法士に求められる知識、技術の適応方法を学修する。併せて実際

に行った理学療法評価から症例の生活機能を考察し、プログラムの立案、理学療

法の実施までの流れを理解する。 

・評価実習前に行う実技試験 

・担当症例に対する情報収集、評価計画の立案 

・理学療法評価体験等  

・基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・担当症例等へ初期評価、治療計画、目標作成 

・担当症例等への理学療法補助体験 担当症例初期評価振り返り  

・担当症例への理学療法再評価実施  

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法補助体験 

・評価実習振り返り（実習施設内） 

・評価実習後に行う実技試験 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

1.適切な評価を行い、それにもとづいた問題点を抽出する 

2.理学療法の目標を設定する 

3.評価より理学療法プログラムを作成する 

4.理学療法対象者に適切な説明ができる 

5.適切な記録と報告ができる 

6.評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役割を理解することができる 

7.理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を遵守し、リスク管理ができ

る 

8.理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げて実施することができる 

9.実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出することができる 

10.実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を設定できる 

11.指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法プログラムを作成 

できる 

12.情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成し、記録と報告

を行うことができる 
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修得状況の評価方

法・評価基準 

具体的な知識・技能の修得状況について、実技試験、実習記録・評価表によっ

て評価する。 

指導計画 

事前 

実習前オリエンテーション及び実技試験を実施する。 

運動器/神経/内部障害理学療法評価学及び同実習における習熟度について客

観評価を行う。 

事後 

臨地実務実習後、実技試験を実施し、運動器・神経・内部障害理学療法評価学

及び実習の習熟度を評価した上で、臨地実務実習後学内セミナーで学修内容を担

当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

実習前の必要履修科

目 
3 年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること 

客観的臨床能力試験

（OSCE）の実施等 

OSCE は実施しない。実習前と実習後に実技試験を実施し、運動器・神経・内部

障害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、実習後、学内セミナーで、

学修内容を担当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

実習施設における指

導者の配置 
学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした上で、①実技試験の

結果、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 

 

 

４）総合実習 

科目 総合実習 

概要 開講学年：４年前期、時間数（期間）360 時間（８週間）、単位：８単位 

目的 

医療機関や施設において、学内で学修した理学療法評価、治療を基に理学療法

対象者の評価、結果の統合と解釈、治療計画の立案と実施、記録・報告等の理学

療法の一連の過程について、臨床現場で臨地実務実習指導者と共に模倣しながら

体験・実践する。理学療法評価から治療目標を設定し、治療プログラムを作成し、

臨地実務実習での体験を踏まえ学修を行う。 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

検査測定実習、評価実習を踏まえて、理学療法治療プログラムの作成立案を行

う。また、臨地実務実習指導者と共に理学療法実施場面において、学生が可能で

ある理学療法の補助的業務に積極的に参加し、幅広く理学療法を体験する。 

実習内容 

・理学療法評価/・理学療法プログラムの作成/・理学療法業務の補助 

（ＰＴにより作成されたプログラムを監視下で実施など） 

・総合実習前 OSCE 評価 

・施設見学 理学療法部門他見学等 



112 
 

・担当症例への情報収集と評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、

実施 

・担当症例への情報収集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・理学療法再評価体験等 担当症例等への理学療法再評価体験 担当症例再評価

作成・振り返り  

・担当症例への理学療法実施 担当症例等への理学療法補助体験 他部門及び他

職種との連携体験 

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法体験  

・他部門及び他職種との連携体験 

・総合実習評価、総合実習振り返り（実習施設内） 

・総合実習後 OSCE 評価 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

1.適切な評価を行い、それにもとづいた問題点を抽出する 

2.理学療法の目標を設定する 

3.評価より理学療法プログラムを作成する 

4.理学療法対象者に適切な説明ができる 

5.適切な記録と報告ができる 

6.臨地実務実習施設における理学療法及び理学療法士の役割を理解し行動する 

ことができる 

7.理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個人情報等の守秘義務を遵

守し、基本情報を基に疾患や障害の特徴、リスク管理を行うことができる 

8.臨地実務実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計画・立案を

作成することができる 

9.臨地実務実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の結果を解

釈し、国際生活機能分類（ICF）を用いて、対象者の全体像を把握し、解決すべ

き課題を抽出することができる 

10．臨地実務実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法目標を設定する 

ことができる 

11．臨地実務実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法目標を設定する 

ことができる 

12．理学療法対象者に対する理学療法評価及び治療内容について適切に記録・報

告することができる 

13．臨地実務実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解するこ 

とができる 

14．チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解することができる 

修得状況の評価方

法・評価基準 

具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、筆記試験、実習記録・評価表

によって評価する。 
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指導計画 

事前 

臨地実務実習前オリエンテーションとして臨地実務実習の目的と意義、実習生

の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学と

の連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施に

際して必要な手続き等について指導を行う。 

 実習前に OSCE を実施し、理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟

度を評価する。 

 知識の確認のため、筆記試験を行う。 

事後 

実習後に OSCE を実施し、習熟度を計る。 

 理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を評価した上で、実習

後、学内セミナーで、学修内容を担当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

実習前の必要履修科

目 

3 年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること 

事前評価として実施する OSCE 及び筆記試験に合格していること。 

客観的臨床能力試験

（OSCE）の実施等 

理学療法全般の内容について臨地実務実習前オリエンテーション及び臨地実

務実習前に OSCE を実施する。 

 臨地実務実習後 0SCE を実施し、総合実習における理学療法習熟度を把握する。 

実習施設における指

導者の配置 
学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした上で、①OSCE 結果、

②筆記試験 ③症例報告書、④実習記録、⑤学内症例発表及び⑥実習評価表の内

容に基づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行

う。 

 

 

５）地域実習 

科目 地域実習 

概要 開講学年：４年後期、時間数（期間）45 時間（１週間）、単位：１単位 

目的 

医療機関や施設において、生活期において在宅や施設に居住する地域在住の理

学療法対象者における理学療法について実地見学、体験を通じて地域における理

学療法評価や治療、支援方法、理学療法士として必要とされる役割や考え方、実

践方法について臨地実務実習での体験を踏まえ学修する。 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

必要とされる役割や考え方、実践方法について学ぶ。在宅や施設における評価

方法、支援方法について医療施設等で行われる理学療法との相違を理解する。地

域理学療法の領域において他職種協同の必要性や今後導入される地域包括ケア

についても学ぶ。 

地域理学療法に関する演習・実習を生活期にある対象者において実施されてい

る理学療法を実際に見学・体験する。 
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臨地実務実習指導者の指導により、生活期の対象者に応じた理学療法評価法や

治療技術を幅広く見学・体験する。 

・施設見学 理学療法部門他見学等 

・担当症例への情報収集と評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、

実施 

・担当症例への情報収集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・理学療法再評価体験等 担当症例等への理学療法再評価体験 担当症例再評価

作成・振り返り  

・担当症例への理学療法実施 担当症例等への理学療法補助体験 他部門及び他

職種との連携体験 

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法体験  

・他部門及び他職種との連携体験 

・地域実習評価、総合実習振り返り（実習施設内） 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

1.適切な評価から問題点を抽出して治療プログラムを作成する 

2.理学療法対象者に適切な説明ができる 

3.治療プログラムに沿った理学療法を実践する 

4.適切な記録と報告ができる 

5.チーム医療の一員として必要なコミュニケーションを取ることができる 

6.地域理学療法に関連する理学療法士の役割と個人情報保護等の責務について

理解できる 

7.地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解できる 

8.健康維持・増進及び介護予防事業について理解することができる 

9.生活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容について理解 

できる 

10.地域理学療法における多職種連携の必要性を理解できる 

修得状況の評価方

法・評価基準 

実習評価の方法は、大学で定めた基準に基づき、「臨地実務実習評価表」による

臨地実務実習指導者の評価と、担当教員による評価を行う。臨地実務実習指導者

は、評価表の項目ごとに到達度を評価し、実習状況に関するコメントを記載する。

担当教員は、学生の実習記録、症例報告書、症例報告会での報告内容、口頭試問、

出席状況をもとに評価を行う。 

指導計画 事前 

実習前にオリエンテーションを実施する。実習オリエンテーションは、「臨地実

務実習の手引き」に基づき、臨地実務実習の目的と意義、実習生の心得（個人情

報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び学校との連絡方法、実

習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施に際して必要な手

続き等について指導を行う。 
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事後 

臨地実務実習終了後に、症例報告書、実習記録（デイリーノート、ケースノー

ト等）を提出させる。また、担当症例について症例実習報告会を実施する。症例

実習報告会では、学生同士でディスカッションを行い、教員が適宜助言・指導を

行う。また、実習において到達が不十分であった課題については、教員が学生と

面談をして振り返りを行い、改善に向けた助言・指導を行う。 

実習前の必要履修科

目 
3 年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること。 

客観的臨床能力試験

（OSCE）の実施等 
OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 
学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした上で、①症例報告書、

②実習記録、③学内症例発表及び④実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導

者の意見を総合して、学内担当教員が評価する。 

 

 

（１１）成績評価体制及び単位認定方法 

臨地実務実習の成績評価は、学生の実習課題の遂行状況及び到達度を明確化し、学生が自

身の課題を理解し、その改善に向けた学修が行えるようにすることである。 

 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評価方法・連携 

臨地実務実習の成績評価は、大学で定めた基準に基づき、「臨地実務実習評価表」による

臨地実務実習指導者の評価と、学科教員が行う。 

臨地実務実習指導者は、評価表に示す到達目標への到達度を評価し、実習状況に関するコ

メントを記載する。 

学科教員は、評価表による成績評価のほか、OSCE、実技試験、筆記試験、学生の実習記録、

症例報告書、症例報告会での報告内容、口頭試問をもとに評価を行う。 

 

２）大学における成績評価体制、単位認定方法・基準 

臨地実務実習の単位認定は、実習の全日程の５分の４以上の出席をもって単位認定の資

格を得る。 

臨地実務実習指導者から提出された成績評価と、学科教員が行った成績評価とを、評価判

定会議にかけ、公正・公平性の確認を行う。その上で、それらを統合し、総合的に成績評価

判定を行う。 

評価判定会議は、科目責任者を中心とし、評価に携わった全教員によって構成されている。 
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３）成績評価の項目 

見学実習 

学内発表 30％（見学実習についての理解度や表現力、受け止め方、今後への

動機づけなどをテーマとし、学内発表し、討論した結果を判定） 

実習記録 30％（実習内容を確認、また自主学習などからも総合的に評価） 

施設評価 40％（実習指導者評価より判定） 

検査・測定実習 

実習前後実技試験 40％ 

学内課題発表 20％（実習内容（記録方法含む）を確認、また自己学修内容を

踏まえて総合的に評価） 

施設評価 40％（実習指導者評価より判定） 

評価実習 

実習前後実技試験 40％ 

学内の課題発表・症例報告会 20％（実習課題の発表、症例検討会） 

実習施設の評価 40％（臨地実務実習指導者による評価） 

総合実習 

筆記試験及び実習前後 OSCE 30％（客観的に臨床能力を判定） 

学内の課題発表 30％（実習課題の発表、症例検討会） 

実習先施設の評定 40％（臨地実務実習指導者による評価） 

地域実習 

教員との振り返り 30％ 

学内発表内容 30％（実習課題の発表、症例検討会） 

実習記録 40％（実習内容を確認、また自己学修内容を踏まえて総合的に評

価） 

 

臨地実務実習指導者による成績評価として、臨地実務実習終了時期に評価表にある評 

価項目ごとに、５ 段階評定による評価を行う。 

評定基準はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階で行う。 

Ｓ：「僅かな助言・指導のもとに基本的理学療法を遂行できる」 

Ａ：「ある程度の助言・指導のもとに基本的理学療法を遂行できる」 

Ｂ：「頻繁に助言・指導を必要とするが基本的理学療法を遂行できる」 

Ｃ：「常に助言・指導を行っても基本的理学療法を遂行できない」 

Ｄ：「常に助言・指導を行っても基本的理学療法を遂行できない」 

 

学内における専任教員の指導による改善状況の観点は、臨地実務実習指導者が行う成 

績評価と同じ観点で、助言・指導の程度とする。 

評定基準はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階で行う。 

Ｓ：「僅かな助言・指導のもとに基本的理学療法を遂行できる」 

Ａ：「ある程度の助言・指導のもとに基本的理学療法を遂行できる」 

Ｂ：「頻繁に助言・指導を必要とするが基本的理学療法を遂行できる」 
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Ｃ：「常に助言・指導を行っても基本的理学療法を遂行できない」 

Ｄ：「常に助言・指導を行っても基本的理学療法を遂行できない」 

 

（１２）実習前の準備状況 

実習の事前準備として、契約や事前の打ち合わせにより、本学及び実習施設の責務を明確

にするとともに、実習前の準備として、個人情報保護や事故防止（医療安全・感染症対策）、

賠償責任等の扱い・対応については、以下のとおりとする。 

 

１）個人情報保護対策 

個人情報保護については、各実習施設の方針に基づくとともに、法的な守秘義務であるこ

とをふまえた指導を徹底して行う。なお、実習期間中、学生が接する対象者については、実

習指導者が責任を持って実習生とともに個人情報管理に留意する。 

学内での個人情報保護の方法について指導を行い、実習中及び、実習後に達成度評価を行

う。 

指導内容は、実習中の記録作成時の情報の匿名化と取り扱い（データ化しない、複写や携

行をしない）についての基本事項、及び実際に事例を担当した場合の課題である。 

 

２）医療安全・感染症対策 

Ｂ型肝炎・麻しん・風疹・水痘・流行性耳下腺炎に対して厚生労働省より 2008（平成 20） 

年 1 月「麻しんに関する特定感染症予防指針」第三-４-４ において「医療・福祉・教育に

係わる学生に対して、罹患歴並びに予防接種歴の確認並びに未罹患であり、かつ、麻しんの

予防接種を必要回数接種していない者に対する予防接種を推奨する」とあり、麻しん対策の

徹底が指摘されている。 

これを受け、入学年次４ 月に「Ｂ型肝炎・麻しん・風疹・水痘・流行性耳下腺炎（ムン

プス）」の抗体価検査を行う。健康診断で学生の感染症免疫獲得状況と感染の有無について

把握し、感染症予防に向けて必要なワクチン接種を義務付けている。これらの抗体がない場

合、臨地実務実習開始前までに抗体を獲得することを原則義務付けている。保健医療職とし

て必要不可欠である抗体獲得について、予防接種の必要性、作用・副作用について学生と保

護者に十分理解してもらえるよう努める。学生の抗体獲得状況について、学生と教員で情報

を共有しておく。 

検査結果を実習に際し、実習病院・施設に対して「抗体保有状況報告書」として提出する。 

 

３）損害賠償保険への対応 

学生は大学が費用を負担する二つの保険に加入する。一つ目は学生の過失又は被害者と

しての学生自身の負傷に関する損害賠償保険である。二つ目は学生の実習先での事故に対

して実習する学生が加入し、費用は大学が負担する医療福祉分野学生賠償責任保険である。
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この賠償責任保険は学生の過失に基づく実習中の事故（他人を怪我させたり他人の財物を

損壊する）によって生ずる法律上の損害賠償を補償する。 

 

４）臨地実務実習前指導 

臨地実務実習前に学生に対しオリエンテーションを実施し、臨地実務実習ガイドライン

に基づき、学生としての姿勢、態度、身だしなみ、個人情報保護や守秘義務、各種記録の取

り扱い、感染予防策、事故対応、ハラスメント防止、その他報告・連絡・相談の徹底等につ

いて指導する。また、臨地実務実習の目的や方法、課題の内容等実践を踏まえた説明や指導

を行う。 

また、インシデントやアクシデントが発生した場合は報告書を作成し、原因分析を行い、

関係者間で情報共有し、事故等の再発防止に努める。さらには、臨地実務実習中の交通事故、

ハラスメント等の防止や発生時の連絡・対応等についても十分に学生に指導を行う。 

 

５）その他 

・防犯グッズの貸与 

宿泊を伴う実習の学生には、防犯グッズを貸与する。実習中宿泊室への窃盗犯の侵入を威

嚇するピッキングセンサー及び宿泊室の戸締まりを厳重にするサッシ用補助錠を貸与する。 

 

 

２．作業療法学科 

（１）実習の目的 

臨地実務実習は、本学で学修した知識及び技術・技能を、学内教育では体験し得ない臨床

の場において、臨地実務実習指導者と共に作業療法の実施を通して、より一層の学修を深め

る教育として位置づけられている。つまり「知っている」「理解している」知識や技能を「実

践できる」段階へコンピテンシーを修得する課程である。 

学生が臨地実務実習を通して作業療法対象者の全体像を把握し、作業療法治療計画及び

治療等を体験しながら、保健医療専門職としての役割や責務を果たす能力、作業療法士とし

て知識と技術・技能及び態度を培うためにも極めて重要となる実習である。 

なお、臨地実務実習は、学生が医療チームの一員として実際に診療に参加し、診療チーム

の立案した診療計画に基づき、指導者の監督・指導のもとで患者を受けもつなど診療に参加

する診療参加型臨地実務実習として実施されている。 

リハビリテーション学部では、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則（以下、「指

定規則」という。）の一部を改正する省令」の施行と同時となる 2020年４月 1日を大学設置

の時期としていることから、十分にその改正の趣旨を踏まえ、本学の教育の理念である「地

域社会の保健医療分野の発展への貢献」、リハビリテーション学部のディプロマ・ポリシー

「保健医療分野の専門性・課題解決力」を備えた作業療法士を養成すべく、「臨地実務実習」
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は、学内で系統立てて得た知識・技術・態度を作業療法の実践の場で臨地実務実習指導者の

もとで体験することにより、それぞれの領域・系統の学びを集約し、修了時には作業療法士

としての基本的な臨床実践能力を身に付けられるようにしている。 

 

（２）教育目標 

教育目標は、次のとおりである。 
①一般的な特性を呈する事例に対して、作業療法実践過程（初期評価、計画立案、作業

療法介入実施、再評価）において、臨地実務実習指導者のもとで基本的臨床技術・技

能及び臨床思考過程を学修し、模倣実践できる。 
②作業療法として自覚を持った行動をとることができる。 
③一般的な特性を呈する事例に対して、自ら積極的に課題解決に取り組み、作業療法実

践過程（初期評価、計画立案、作業療法介入実施、再評価）を臨床思考過程にまとめ

ることができる。 
④一般的な特性を呈する事例に対して、自らの作業療法実践過程（初期評価、計画立案、

作業療法介入実施、再評価）を臨床思考過程に臨地実務実習指導者（学内教員、卒業

後の先輩作業療法士）と立案することができる。 
⑤一般的な特性を呈する事例に対して、作業療法実践過程（初期評価、計画立案、作業

療法介入実施、再評価）を臨地実務実習指導者（学内教員、卒業後の先輩作業療法士）

のもとで基本的臨床技術・技能を模倣・実践することができる。 
⑥作業療法士として自覚を持った行動を習慣化することができる。 

 
本学の臨地実務実習は、修学年次に応じて、学内講義と演習・実習の修得した内容を作業

療法の実践現場で体験し、身に付けることを目的として構成している。 
これらの目標を漸増的に取得できるように、臨地実務実習授業科目を構成する。 
学生が学内の講義・演習・実技・実習で修得した内容を、効果的に社会的ニーズの多様化

に対応した臨床的観察力、分析力を養い、治療計画の立案能力・実践能力を身に付けるため

に、体験実習・評価実習・総合実習・地域実習を段階的に積み上げた内容を修得できるよう

配置している。 
 
１年次の入学時の早期に作業療法の現場を見学・体験する「体験実習Ⅰ」、その後の一定

程度の学びをした上で実施する「体験実習Ⅱ」。 
２年次に作業療法の専門科目の評価法関連の講義・実技を修得した後に実施する「評価実

習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」。 
３年次に作業療法治療学までの一連の作業療法過程を講義・実習で修得した後に実施す

る４年次の「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」と訪問リハビリテーション、通所リハビリテーシ

ョンを提供する事業所等で実施する「地域実習」の合計７科目を系統立てて、本学の教育理



120 
 

念「地域社会の保健医療分野の発展への貢献」できる能力を備えた作業療法士を育成する。 

 

図表 １１-１０ 臨地実務実習科目の構成 

実習名 実習の目的 

体験実習Ⅰ 

 入学早期に作業療法士がはたらくさまざまな現場を体験し、現場の作業

療法士が「どのような対象に」「どのような作業療法を」「どうして」「どの

くらい」などの視点から作業療法のしごとを理解できることを目的とする。

特徴の異なる施設・事業所を各施設につき 1 日程度、複数施設の見学を行

う。本実習では、入学後できるだけ早期に、さまざまな作業療法現場を体

験できることで視野を広げ、今後の作業療法の現場が広いことを理解する。 

体験実習Ⅱ 

 入学後、一定程度の学びをした上で、作業療法士がはたらく現場を体験

し、現場の作業療法士が「どのような対象に」「どのような作業療法を」「ど

うして」「どのくらい」などの視点から作業療法のしごとを理解できること

を目標とする。 

本実習では、一定期間は同一施設で、視点を明確にしながら体験をするこ

とで、作業療法の現場での動きを理解する。 

評価実習Ⅰ 

 指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義・実習で修得した評

価手技を実際に体験し、検査・測定の結果を記録する。さらに記録した結

果から、いくつかの内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考察

し、対象者の全体像又はその一部について論理的に考察することを目的と

する。 

実習施設は「身体障害領域」、又は「精神作業領域」のいずれかの施設で、

実習を行う。  

評価実習Ⅱ 
評価実習Ⅰとは異なる作業療法を提供する領域の施設で、特徴の異なる

対象者の実習とする。 

総合実習Ⅰ 

指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義・実習で修得した評

価手技を実際に体験し、検査・測定の結果を記録する。さらに記録した結

果から、いくつかの内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考察

し、対象者の全体像について論理的に考察し、作業療法の治療・アプロー

チの計画立案、その計画を実施する。可能な限り、その計画の実施の効果

が測定できるような評価を実施し、効果について考察を深めることができ

ることを目的とする。 

実習施設は「身体障害領域」、又は「精神作業領域」のいずれかの施設で実

習を行う。 

総合実習Ⅱ 
総合実習Ⅰで経験した作業療法の領域と異なる施設で、特徴の異なる対

象者の実習とする。 
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地域実習 

在宅生活を支援するための訪問リハビリテーションや通所リハビリテー

ションの場面で、指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義等で

修得した地域包括ケアシステムや共生社会の構築に向けた作業療法実践に

ついて、生活行為向上マネジメント等を活用した支援内容について経験す

る。 

 また、「生活する」という視点を重視して、「健康寿命の延伸」及び「在

宅医療・介護の推進」という視点を踏まえ、地域での社会資源等の活用を

含めた考察過程を理解することを目的とする。 

 

（３）専門職大学としての取り組み 

到達目標については、通常、専門学校では職能団体（一般社団法人日本作業療法士協会）

が示す「作業療法臨地実務実習の手引き（2018）」１）（以後、「手引き 2018」という）に基

づいて臨地実務実習における到達目標（一般目標・行動目標）を設定していることが多い。 
これに対して、本学では、より詳細な到達目標（一般目標・行動目標）」を設定して、学

生が目標とする身に付けるべき内容を学生に示すこととした。特に、「手引き 2018」では、

臨地実務実習における一般目標と行動目標を「基本的態度」「臨床技能/臨床思考過程」の２

区分としているが、本学の到達目標では、従来の３区分として「認知領域」「精神運動領域」

「情意領域」として示すことで、知識レベルで求められる「認知領域」と行動的な技術・技

能として求められる「精神運動領域」、行動的な態度・習慣として求められる「情意領域」

を理解しやすいように示すようにした。この結果、専門学校とは目標の設定項目が詳細、か

つ、本学の目標とする自ら積極的に行動し、生涯にわたり学習に対する基本的な姿勢を身に

付けるために「情意領域」を重視した構成とした（図表 １１-１１、図表 １１-１２）。 
 

図表 １１-１１ 「手引き 2018」と「本学の到達目標」の一般目標の項目数の対比 
 手引き 2018 基本的態度 臨床技能/臨床思考過程 

4 12 

本学の到達目標 

（本学卒業時点） 

情意領域 認知領域 精神運動領域 

5 10 10 

    
図表 １１-１２ 「手引き 2018」と「本学の到達目標」の行動目標の項目数の対比 
 手引き 2018 基本的態度 臨床技能/臨床思考過程 

14 41 

本学の到達目標 

（本学卒業時点） 

情意領域 認知領域 精神運動領域 

17 44 9 

 
また、内容では、例えば、「手引き 2018（基本的態度）」では「身に付ける、できる」レ

ベルを目標としていることに対して、「本学の到達目標（卒業時点）」では卒業時点では「習
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慣化する」レベルを目標として、その下に「身に付けるべき」レベルを詳細に示している（図

表 １１-１３）。 
内容的には、本学の連携の考え方にも反映している「対象者及びその家族」との関係性、

自ら課題を解決する姿勢について理解し、身につけ、習慣化するということを重視して、明

確に示した。 
 

図表 １１-１３ 「手引き 2018」と「本学の到達目標（卒業時点）」の内容の比較 
手引き 2018（基本的態度） 本学の到達目標（卒業時点） 

 職業人としての常識的態度を身に付

ける。 
 責任ある行動を身に付ける。 
 自己管理ができる。 
 意欲的の取り組む姿勢（探究心・創造

性）を身に付ける。 

○ 作業療法士としての自覚を持った行

動を習慣化する。 
以下は、卒業時に作業療法士として身に付

けるべき項目 

 常識的態度や責任のある行動につ

いて理解する。 
 対象者及びその家族と望ましい人

間関係をもつことにいついて理解

する。 
 必要に応じて関連職種と連携をと

ることについて理解する。 
 意欲的に取り組む姿勢（探究心・創

造性）を持つことについて理解す

る。 
 自ら積極的に課題を解決する姿勢

について理解する。 

 
臨地実務実習から学内に戻って実施される、臨地実務実習施設での実習内容の振り返り

とまとめで、学内・学外で修得すべき内容の総合的な向上という教育的効果を考えている。 
 
成績評価については、既設の専門学校での臨地実務実習評価が「実習指導者の評価を重視

し成績評価判定」であったという指摘・反省から、科目責任者の教員を中心として、評価に

関わった全教員による「評価判定会議」を設け、公正・公平に行われたかどうかを検討・確

認しながら行う。そして、学外評価と学内評価を統合し、総合的に成績評価の判定を行う。 
以上のように、本学においては、臨床実習の評価に複数の教員が携わり、客観的かつ多角

的な評価を実施し、評価の質を担保する。 
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（４）臨地実務実習の流れ 

本学の作業療法学科は、教育課程で示す「体験実習Ⅰ」「体験実習Ⅱ」「評価実習Ⅰ」「評

価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」「地域実習」を行う。 
臨地実務実習は、「臨地実務実習ガイドライン」を基本として実施する。作業療法学科は、

「臨地実務実習ガイドライン」を作成し、臨地実務実習の実施に関する事項の周知を図る。

臨地実務実習は、学内で学修した知識及び技術・技能を実践できるコンピテンシーへ結びつ

けるため、臨床体験を通じて、作業療法を段階的に学修する。 
臨地実務実習の科目配置は、以下のとおりである。 
 

図表 １１-１４ 臨地実務実習 科目配置一覧 

実習区分 修得単位 実施年次 期間 概要 

体験実習Ⅰ 1単位 1年次前期（5月） 1週間 
入学時の早期に作業療法の現場を

見学・体験する 

体験実習Ⅱ 1単位 1年次前期（8月） 1週間 一定程度の学びをした上で実施 

評価実習Ⅰ 3単位 2年次後期（１～2月） 2週間 
作業療法の専門科目の評価法関連

の講義・実技を修得した後に実施 

評価実習Ⅱ 2単位 2年次後期（2月） 2週間 

評価実習Ⅰで経験した作業療法の

領域と異なる施設で、特徴の異な

る対象者の実習 

総合実習Ⅰ 9単位 4年次前期（4～6月） 8週間 

作業療法治療学までの一連の作業

療法過程を講義・実習で修得した

後に実施 

総合実習Ⅱ 9単位 4年次前期（6～8月） 8週間 

総合実習Ⅰで経験した作業療法の

領域と異なる施設で、特徴の異な

る対象者の実習 

地域実習 2単位 4年次後期（10月） 2週間 

訪問リハビリテーション、通所リ

ハビリテーションを提供する事業

所等で実施 

計 27単位    

（注） １単位は 45時間とする。 
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【作業療法の基本的な流れ】 

評  価 ⇒ 治療計画 ⇒ 治 療 ⇒ 再評価  

                       

図表 １１-１５ 本学の「臨地実務実習」及び「背景となる教育課程」の構成 

*「臨地実務実習」において、指定規則改正に伴う 1単位以上の通所リハビリテーション・

訪問リハビリテーションを対象とする４年次後期設定の「地域実習」は 2単位で設定した。  

* 指定規則の臨地実務実習とは別に、「地域作業療法領域」において４年次に「地域作業療

法学実習」を設定し、幅広く作業療法士が必要とされていることなどの領域・施設で経験と

見識を広げる実習を予定する。 

 

（５）実習先の確保の状況 

本学科の臨地実務実習の受入れを承諾した施設を資料（臨地実務実習施設一覧）に示す。 

臨地実務実習施設は、1都３県（東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）が中心となる。実

習受入れ施設数は 113 施設であり、各施設の受入れ人数は年間 1 人～６人である。実習施

設は、疾患や急性期リハビリテーション・回復期リハビリテーション・生活期リハビリテー

ションのバランスに留意し、偏らないよう考慮する。病院・診療所においては、急性期と回

復期の施設を中心に選定し、生活期として介護老人保健施設を選定した。なお、臨地実務実

習施設は厚生労働省の改正指定規則に従い、実習時間の３分の 2以上は、医療提供施設にお

いて行い、医療提供施設における実習の 2分の 1は病院又は診療所で行う。 

臨地実務実習施設の学生の受入れ数について、臨地実務実習施設の特徴や施設現場での

実情により、個別に本学と臨地実務実習施設の間で協議し、契約することを原則とする。 

1 年次 2 年次 3 年次 4 年次 

 

 

 

 

 

概論 

上記の流れを把握 

 

体験実習Ⅱ 

体験実習Ⅰ 

 

評価学・・・評価実習の 

身体    履修の条件 

精神 

発達 

高次脳    評価実習Ⅱ 

高齢期    評価実習Ⅰ 

日常生活活動 

 

 

 

 

 

   

 

治療学・治療学実習 

  

   地域実習 

 総合実習Ⅱ 

 総合実習Ⅰ 

 

 

総合実習の  

履修の条件  

       

       

OT がアドバイザーと 

限らない様々な活躍の場を 

体験する。 

 地域作業療法学領域 地域  生活支援 

    生活環境 

    ⇓ 

地域作業療法学実習 

地 域 社 会
の 保 健 医
療 分 野 の
発展 
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図表 １１-１６ 臨地実務実習 科目配置一覧 

科目 実施時期 定員数 
受入学生数 

（下段施設数） 

体験実習Ⅰ 1 年前期 80 名 
80 名 

（50 施設） 

体験実習Ⅱ 1 年前期 80 名 
80 名 

（48 施設） 

評価実習Ⅰ 2 年後期 80 名 
80 名 

（54 施設） 

評価実習Ⅱ 2 年後期 80 名 
80 名 

（50 施設） 

総合実習Ⅰ 4 年前期 80 名 
80 名 

（53 施設） 

総合実習Ⅱ 4 年前期 80 名 
80 名 

（49 施設） 

地域実習 4 年後期 80 名 
80 名 

（46 施設） 
 

以上のとおり、教育課程に必要な実習先は確保されている。 

 

１）実習先が遠方にある場合の学生の移動方法の配慮等 

実習施設の場所については、原則的には自宅又は下宿する学生の所在地から通学できる

範囲で選択することを原則とする。 

関東地方の中でも実習先が遠方になった場合、学生にとって多額の金銭的や精神的な負

担が生じることにもなる。このため、これら学生に対し、金銭的な配慮として、遠方の実習

施設までの往復交通費を本学が負担する。 

学生のメンタルケアを重視し、担当教員が頻回に臨地実務実習状況についての情報を対

象学生と取り合い、懸念事項が生じた場合、学科として注視し、実習施設との連絡を密に取

り、必要に応じて実習施設訪問を含めた対応を行う。 

 

２）実習先との契約の内容等 

実習施設の承諾は、実習先に各実習の目的を明示し理解を得た上で、実習承諾書をもって

承諾を取り、臨地実務実習施設と本学の間での契約とする。 

【記載の内容】 

・実習内容 

・期間／実習指導責任者等／実習費用 
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・遵守事項    

実習指導者の指示を遵守すること、名札の着用など 

・院内感染事故防止 

ア．抗体検査 

院内感染事故防止のため、各種抗体検査（Ｂ型肝炎、麻しん、風疹、水痘、流行

性耳下腺炎）を実施し、実習先に対して、実習者の抗体検査結果報告書を提出す

る旨 

イ．予防接種（Ｂ型肝炎、麻しん、風疹、水痘、流行性耳下腺炎） 

実習内容及び実習期間を勘案し実習先が必要と求めた場合は実施し、実習先に

対し、実習者の予防接種実施状況報告書を提出する旨 

・守秘義務 

個人情報及び実習先事項の取り扱い 

・損害賠償 

本学学生が実習中において実習先及び第三者に損害を与えた場合の本学に対する求

償権 

・契約に定めのない事項については協議解決する旨 

 

（６）実習水準の確保 

臨地実務実習水準を確保するため、つぎに示す臨地実務実習指導体制、及び臨地実務実習

受入れ施設との連携体制の構築を行う。 

また、学生に対しては、臨地実務実習オリエンテーションを行い、臨地実務実習の目的を

周知し、学生の不安を軽減し、早期に問題対応できる体制を構築する。臨地実務実習に関係

する教員と受入れ施設の臨地実務実習指導者等で構成される臨地実務実習指導者会議及び

研修を開催する。 

実習の効果をより確実なものにするために、臨地実務実習前には、学生による技術・技能

の実施において、実施内容について十分説明できる能力をつけるとともに、実施前のガイダ

ンスもしくは、振り返りのタイミングで、情報交換、実習報告、OSCE（客観的臨床能力試験）、

OSCEに準ずる実技試験を実施し、実習可能な水準にまで技能を修得することとする。 

 

（７）指導体制 

大学側と臨地実務実習施設側との指導者が連携して臨地実務実習指導を行う。 

それぞれの役割分担を共通理解し、緊密な連携のもとで学修効果が高くなる臨地実務実習

を可能とする体制を構築する。 

 

１）大学側と病院・施設側の指導体制 

臨地実務実習にかかわる大学側の臨地実務実習担当者と病院・施設側の臨地実務実習指導
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者の役割は下記のとおりである。 

 

図表 １１-１７ 臨地実務実習指導者の役割 

項目 所在 

実施中の統制 実習調整担当者・科目責任者 

実習巡回 巡回担当教員 

振り返り・成績評価 学科教員 

報告会 学科教員 

成績判定 評価判定会議 

 

①大学側：臨地実務実習担当者 

専任教員が担当し、臨地実務実習の計画・実施・評価・指導体制の構築、実習施設との連

絡調整、臨地実務実習指導者と臨地実務実習内容・方法に関する協議・調整等の役割がある。 

 

②実習施設側：臨地実務実習指導者 

臨地実務実習指導者は、臨地実務実習受入れ施設の職員であり、実務経験年数５ 年以上

の有資格者である。本学としては臨地実務実習指導者に対し、臨地実務実習指導、卒前・卒

後教育等に関連した教育や臨床に関する研修会を実施し、大学教育における臨地実務実習

の意義や目標・方法・評価等の見識、学生の能力等に合わせた臨地実務実習指導の方法を学

修する機会を複数回設定することで、実習指導者の資質や水準を一定に確保し、指導能力を

整えることを考えている。 

 

２）専任教員の配置並びに巡回指導計画  

専任教員を配置し、各臨地実務実習期間の中期に臨地実務実習巡回指導を実施する。その

際には、臨地実務実習目標の達成度や顕在化した課題の明確化を図り、学生、大学、臨地実

務実習指導者の相互認識のもと一貫した指導体制をとる。 

また、臨地実務実習巡回指導教員は臨地実務実習指導者と連絡をとり開始時の学生の状

況について把握し、講義に無理のないように円滑な指導ができる体制をとっている。臨地実

務実習の巡回訪問指導については、専任教員が臨地実務実習施設を分担し、実務家教員を中

心とした配置構成をする。 

 

図表 １１-１８ 実習の巡回等含めた予定 

科目 内容 

全実習共通事項 

定期的に開催する臨地実務実習指導者会議に臨地実務実習指導者が参加

することで、全体の実習の動向と情報共有の機会とするとともに、研修等に

より、臨地実務実習指導者の教育的質の向上を図る。 
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体験実習Ⅰ 

体験実習Ⅰ・Ⅱとも、実習前に施設に打ち合わせのために訪問し、実習の

目的や方法を共有し、その内容を実習前の学生オリエンテーションで学生に

も共有する。 

「体験実習Ⅰ」では、学生が毎日訪問場所を変えるため、基本的には当日の

緊急事態に備えて待機し、必要に応じて、即時に実習施設を訪問する体制と

する。 

体験実習Ⅱ 

「体験実習Ⅱ」では、1 週間の施設実習であるため、実習期間中に臨地実

務実習指導者と電話等による情報交換を行い、訪問の必要があれば、臨機応

変に実習地訪問をする体制とする。 

評価実習Ⅰ 評価実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に係る打ち合わせ

をして実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーシ

ョンでは学生とも実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の

進捗の情報交換をするとともに、実習期間中に原則的には実習施設を訪問

し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を実施して、実習の到達目標

を達成できるような指導体制とする。 

評価実習Ⅱ 

総合実習Ⅰ 

総合実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に係る打ち合わせ

をして実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーシ

ョンでは学生とも実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の

進捗の情報交換をするとともに、実習期間中に原則的には実習施設を訪問

し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を実施して、実習の到達目標

に達成できるような指導体制とする。なお、必要に応じて適宜に実習施設を

訪問するが、原則として実習期間中の半ば、実習開始から 4週目前後に実習

の進捗状況を確認するために、実習施設を訪問し、指導することとする。 

総合実習Ⅱ 

地域実習 

地域実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関する打ち合わ

せをして実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテー

ションでは学生とも実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習

の進捗の情報交換をするとともに、実習指導者との打ち合わせ、学生との面

談を実施して、実習の到達目標を達成できるような指導体制とする。 

 

（８）指導方法 

専門学校のカリキュラムと比較して、学内授業科目から「講義－演習－実習」を修得でき

るようカリキュラム構成を構築し、主として講義は理論系教員、演習実習は理論系教員と実

務系教員が協働して効果的に学修できるように配置する。 

さらに、総合実習Ⅰ・Ⅱに臨む際には学内での実技試験として「客観的臨床能力試験：OSCE」

を位置づけて、学内での履修内容を確認し、必要に応じた指導をすることで円滑な臨地実務

実習に臨む体制を構築している。具体的には、学内で修得した評価や治療・指導・援助の技
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術・技能の内容を学生模擬対象者に対して実施することで、技術・技能（認知領域・精神運

動領域）の到達目標の達成度を評価すると共に、その実技の際の態度等（情意領域）の評価

を実施する。 

 
１）臨地実務実習の事前・事後における指導 

①実習前オリエンテーションの実施 

学生に対して、臨地実務実習開始前にオリエンテーションを実施し、臨地実務実習の目的

や心得、リスク管理、その他臨地実務実習に関わる必要な事項について事前の指導を行う。

また、各種抗体価検査及び予防接種を実施し、その結果を臨地実務実習管理担当者が保管な

らびに確認し、感染症予防に向けて必要なワクチンや予防接種を指導、実施し実習先での感

染予防に努める。 

 

②臨地実務実習前の準備 
作業療法学科における臨地実務実習では、特に「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」

「総合実習Ⅱ」については、学内における「講義－演習－実技実習」等を修得した上で、そ

の内容を臨地実務実習施設で臨地実務実習指導者の指導・監督の下、臨床参加型により行う

ことで、学内で修得した内容をより効果的に身につけるものと考えている。 

履修前に実施する実技試験に合格していることを「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」の履修に

おける前提条件とする。 

 

「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」では、学外実習の前の評価として筆記試験及び「客観的臨床

能力試験：OSCE」を実施し、学内で修得した内容の実践的かつ応用的な能力の総合的な評価

と振り返り指導による向上を期待する。OSCE に合格していることを「総合実習Ⅰ」「総合実

習Ⅱ」の履修における前提条件とする。OSCE については、各課題の得点の 60％以上を合格

とし、課題得点が 40％以上 60％未満と判定された学生は、臨地実務実習開始前までに復習

し習熟度を高めて、さらに教員による指導を実施する。指導によって習熟度の改善が認めら

れた場合に、履修を許可する。 

 

③臨地実務実習後の指導 

実習後には臨地実務実習施設での実習内容の振り返りとまとめを行うことで学内・学外

で修得すべき内容の総合的な向上という教育的効果を考えている。 

特に「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」の終了後には、学生をグ

ループに分けて経験した症例について実習報告会を実施する。学生を主として相互討論し、

専任教員による修正・助言・指導を行う。知識・技術等の修得不足や誤認等があった場合は、

改善に向けて教員が課題を提示する等の事後学修を指示することで学生が自ら学修し、作

業療法の実践力が深まることになる。 
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右記のラーニング・ピラミッドで示されるとお

り、講義を受けただけでは、「知識の定着」が少な

いと言われていることから、本学では、臨地実務実

習に関して、振り返りによる「知識の定着」を図る

ことを重視する。 

特に、「手技・技術の振り返り」と「理論の振り

返り」の紐付けを行い、「知識の定着」を図ること

に主眼を置く。このために、「他人に教える」こと

が効果的である点に着目し、実習終了後には、自己の臨地実務実習内容を振り返り、学内講

義や実習内容との相違や臨地実務実習（学外実習）で経験した内容を整理し、その内容を発

表することにより、他学生に伝えることで、自身の知識と実技による技術・技能としての経

験が定着できるように指導する。 

これらの考え方は、本学が目指す知識（理論）と技術・技能（実技）の効果的な修得とな

り、専門学校教育の技術・技能の重視型、大学教育の知識（理論）重視型と異なる、バラン

スの取れた専門職大学として教育内容である。 

 
２）障害の時期・施設別実習の観点と狙いの明示 

本学では、指定規則に示す臨地実務実習の内容を遵守するとともに、保健医療の幅広く活

躍できる人材を育成する観点から学生には、実習科目ごとの目的と併せ、個別に「障害の時

期、実習先の病院・施設」の性質により、観点が異なってくることを明示することで修得す

る内容の効果を高める。 

振り返りや実習報告会では、下記の観点を踏まえ、様々な態様の病院・施設に行った学生

間で情報共有し、「全体知への引上げ」につなげる。 

 

図表 １１-１９ 病期による作業療法 

時期 施設 作業療法 

急性期 

医療機関 
 

将来の生活を見越し、その時の症状に合わせて、ここ
ろとからだの基本的な機能の改善を援助するととも
に、新たな機能の低下を予防させること 

回復期 
生活していくための必要な能力の開発や手段の獲得
を通じて、人それぞれに応じた生活の方法を修得させ
ること 

生活期 

 老健、他（入所施設）

通所リハビリ施設 社会の中で、それぞれが生きがいを持ち、豊かに生き
るための生活を実現させること 

訪問リハビリ施設 

終末期 緩和ケア 尊厳ある生活への援助や家族への支援をすること 
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３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

本学としての教育成果を上げるための新たな取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCEを導入する。導入に当たっては効率的・効果的に評価する観点から、導

入科目を作業療法全般に関係する内容（面接、評価、目標設定、療法計画の作成と実施、再

評価、今後の方針という一連の流れ）を体験する科目であり、より実践的な臨地実務実習で

ある「総合実習Ⅰ・Ⅱ」とし、「総合実習Ⅰ・Ⅱ」の前後で OSCEを実施することとした。 

 

①目的 

 OSCE は、学生が学内で学修した知識・技術及び態度について、臨地実務実習を行うに

当たり必要な臨床能力として身に付けているか客観的に評価するために実施する。 

 

②実施方法 

 

1. 実施時期：総合実習Ⅰ・Ⅱ前及び総合実習Ⅰ・Ⅱ後 
2. 対象学生数：80 名 
3. 実施要領 

 ４課題を設定する。 
 １日２課題ずつ、２日間に分けて実施する。 
 全体を 40 人ずつ２グループに分け、各グループ２人一組とし 20 組に編成する。 
 １課題に要する時間は、試験時間が５分、試験後の個別フィードバックを２分、移

動を１分、合計８分とする。（資料 3-１ タイムテーブル例） 
4. 課題ごとのステーション数 

 同時に２組が受験できるよう各課題にそれぞれ２つのステーションを設置し、全

体で４ステーションを設置する。 
5. OSCEの課題 

 作業療法学科では、「身体障害の評価・介入」「高次脳機能障害の評価・介入」「基本動作

の評価・介入」「ADL の評価・介入」の４課題とする。 
 それぞれの課題（試験内容）に２ステーションを設定する。 
 

 課題 ステーション数 

1日目 
身体障害の評価・介入 2 
高次脳機能障害の評価・介入 2 

2日目 
基本動作の評価・介入 2 
ＡＤＬの評価・介入 2 
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6. 評価方法 
態度及び技能を３段階で評価する。 
評価者は課題ごとに評価基準に従って採点する。２名の評価者の採点結果を平均し、各

課題で 60％以上得点することを合格の条件とする。得点が 60％未満の課題があった学生

には、指導を行った上で再評価を行う。 
OSCE 実施前に OSCE を担当する教員には、各試験課題に関する評価シートを用いて、

各試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、記入方法等について、FD 等を利用して、

研修・確認を行うこととする。 
OSCE 終了後、OSCE を担当した全教員が集まり、評価判定が公正・公平に実施され

たかについて確認を行い、最終的な OSCE成績評価判定を行う。 

 
7. 教員配置 

各ステーションに模擬患者１名、評価者２名を配置する。模擬患者及び評価者は教員と

する。 
OSCE が適切に運用されるよう進行を管理するタイムキーパー１名、学生控室の監督

各１名、全ステーションの総括者１名（教員）を配置、必要教職員数は各学科共に合計 16
名である。 

 
図表 １１-２０ 教員配置 

（単位：人） 
 

役割 
作業療法学科 

人数 合計人数 

各ステーション 
模擬患者 1 4 
評価者 2 8 

共通 

タイムキーパー 1 1 
学生控室① 監督 1 1 
学生控室② 監督 1 1 
総括者 1 1 
合計  16 

 
8. オリエンテーション 

OSCE 実施の実施前にオリエンテーションを実施し、事前に複数の課題を提示し、指

導する。学生は事前に提示された課題に対する準備を行い、OSCE に臨む。 

9. 学生の動き方 
 学生は集合時間に学生控室に入室し、OSCE の受験方法について説明を受ける。 
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 80 名を２グループに分け、２名を一組とする。一組が２つのステーションで同時

に同一課題を受験する。 
 １つの課題終了後、タイムキーパーの合図に従い次のステーションに移動する。 
 一組の試験終了後、次の組の試験を開始する。 
 試験が終わった学生は、待機中の学生と接触や情報交換ができないよう動線等に

配慮する。 

10. 実施手順（工程表） 
 実施手順（工程）は以下のとおりである。 
 

図表 １１-２１ 実施手順（工程表） 

 総括者 
監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

試験 

開始前 

進行の調

整、体調不良

の学生対応

など緊急事

態への対応 

学生の出

席確認、予定

時間に対象

学生を、待機

場所への移

動を促す 

廊下に学生が待

機していることを

確認する。学生が

待機していない場

合は、総括者に連

絡し、学生を呼び

出す。 

時間までに学生

控室へ入室。学生

は、監督者の指示

に従い控室から廊

下へ移動 

開始時間までに担

当するステーションに

入室する。 

廊下の椅子に着

席し待機 

 

時間 

(分：秒) 
総括者 

監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

0:00 

～ 

  

タイムテーブル

に示された試験開

始時間に、廊下で

待機している学生

を各ステーション

に入室させる。 

タイムキーパ

ーの合図で入

室し、評価者に

名前を告げる。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

0:30   

学生に対して

「問題を読んでくだ

さい」とアナウンス

をする。 

「問題を読ん

でください」のア

ナウンスで問題

を読み始める。 

 

設定

された

位置に

つく 

0：30 

～ 

  （試験開始の案

内を行う） 
（実技開始） 

課題の進

行に合わせて

評価シートに

リアルタイム

に記入してい

く。 

患者

役にな

る 

4:00   「残り 1 分です」

とアナウンスする 
解答中   
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5:30   

「試験を終了と

します。これよりフ

ィードバックです」

とアナウンスす

る。 

フィードバッ

クを受ける 

フィードバ

ック開始 

患者

役終了 

7:30   

「終了します、す

みやかに退室して

ください」とアナウ

ンスする 

途中であって

も終了し、退室

する。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

8:00   

次の課題前の

廊下に移動し、椅

子に着席するよう

に指示する 

次の課題前

の廊下に移動

し、椅子に着席

する。２課題終

了後、学生控室

に移動する。 

  

 

４）診療参加型臨地実務実習への対応 

クリニカル・クラークシップ方式を重視し、実習期間中は臨地実務実習指導者の下で、対

象者とその家族等への作業療法の一連の流れを学ぶ。 

実習に際しては「見学→模倣→実施」という指導方法により、臨地実務実習指導者のクラ

ーク（助手）的役割を果たすことで、臨地実務実習指導者の思考過程（クリニカルリーズニ

ング）と評価・治療技術を修得する。 

 

５）到達目標シート（実習関連） 

公平・公正かつ大学教育にふさわしい教育水準を、学外実習でも確保するために、「臨地

実務実習ガイドライン・到達目標シート」を作成した。 

この臨地実務実習ガイドラインを大学・臨地実務実習施設・臨地実務実習指導者・学生そ

れぞれが共有し、実習内容及び臨地実務実習評価の水準の確保に努める。「到達目標シート」

と項目を連動させた「臨地実務実習自己評価表」、「臨地実務実習評価表」を本学・臨地実務

実習施設・臨地実務実習指導者・学生で共有することで、相互において臨地実務実習の検証

が可能であると考える。 

 

実習指導者に対しては臨地実務実習指導者会議において、学生が臨地実務実習において

修得すべき内容・レベルを共有する。学生には「臨地実務実習成績評価の指標」を「臨地実

務実習ガイドライン・到達目標シート」について詳しくその目的、意義、活用方法等を説明

する。臨地実務実習実施期間中においては、定期報告・連絡や臨地実務実習施設巡回などで、

臨地実務実習の履行状況を学科が把握できる指導体制とし、臨地実務実習教育の質の確保

に努める計画である。 

 
【資料 ２３】臨地実務実習ガイドライン：リハビリテーション学部 作業療法学科 
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【資料 ２４】到達目標シート：リハビリテーション学部 作業療法学科 
【資料 ２５】評価表（自己評価用）：リハビリテーション学部 作業療法学科 
【資料 ２６】評価表（実習指導者用）：リハビリテーション学部 作業療法学科 

 
 
（９）臨地実務実習施設との連携体制 

臨地実務実習の実習水準を確保するためには、臨地実務実習施設との連携体制が重要に

なってくる。本学では、下記のような体制をつくり、実習水準の確保に努める。 

 

１）臨地実務実習の組織体制と臨地実務実習調整担当者 

臨地実務実習の科目責任者を中心に、臨地実務実習にかかわる委員会及びワーキンググ

ループ、臨地実務実習調整会議、事務部門などの組織の役割を明確化して、臨地実務実習に

ついて包括的に管理を行う。臨地実務実習の科目責任者、及び担当教員は、臨地実務実習の

包括的な計画作成、臨地実務実習施設との連絡、調整、各学生の臨地実務実習進捗状況管理

等の役割を有している。 
 

【臨地実務実習を統括する組織の役割】 
・臨地実務実習の意義を明確化 
・臨地実務実習到達目標設定 
・臨地実務実習前後における学生に対する評価法 
・臨地実務実習時期及び期間の設計 
・臨地実務実習施設への学生配置 
・臨地実務実習において学生が行う行為や技術水準の設定 
・診療参加型及びクリニカル・クラークシップによる指導方法 
 

２） 臨地実務実習指導者について 

開学を予定する 2020 年度より、理学療法士・作業療法士養成施設等指定規則の改定に伴

い、質の高い作業療法士の人材育成のために、臨地実務実習指導者の要件の改定及び主たる

臨地実務実習施設の要件が追加されることを受けて、本学でも当然、改訂指定規則に準拠し

た臨地実務実習指導者及び臨地実務実習施設を確保する。  

しかし、現状では、厚生労働省の指定規則改定による臨地実務実習指導者の要件を満たす

者、特に、厚生労働省の指定する研修等を受講した作業療法士が極めて限られていることか

ら、本申請に当たっては、指定規則経過期間もあり、指定規則改定後の要件にある「免許を

受けた後５年以上業務に従事した者」が所属する施設から臨地実務実習施設としての承諾

を得ている。 

なお、臨地実務実習施設における臨地実務実習指導者については、指定規則の改定後の経
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過措置期間に、該当する臨地実務実習施設の厚生労働省が指定する研修を受講していない

作業療法士については、厚生労働省が指定する研修を受講できるように、本学として支援す

ることで開学後の臨地実務実習指導者を確保する。 

 

３）臨地実務実習施設との連絡体制 

臨地実務実習施設との連携体制を維持するため、大学臨地実務実習担当教員と臨地実務

実習指導者は適時連絡を取り合い、学生指導及び臨地実務実習全般の調整を行う。臨地実務

実習の実施に当たっては、科目責任者となる教員に負担が集中しないよう、教員だけでなく

実習担当職員も配置し巡回指導教員と職員及び科目責任者が連携し対応する体制を整える。 
臨地実務実習指導者は、本学から提示した臨地実務実習計画に基づき、臨地実務実習の環

境を調整して頂き、学生が担当する作業療法対象者の評価や治療プログラム立案・修正、治

療の実施、他部門スタッフとの調整等を行う。また、本学臨地実務実習担当者と臨地実務実

習の指導状況については綿密に連絡を取り合い情報交換することに努める。 
臨地実務実習施設への訪問は原則として１、４ 年次の体験実習Ⅰ・Ⅱ、地域実習を除き、

各臨地実務実習期間中に１回、あるいは要請もしくは必要に応じて複数回の訪問を行う。 
臨地実務実習巡回指導では学生における心身の健康状態を確認するとともに、学生から

の相談に応じ、臨地実務実習中の学修をサポートする。学生一人に対する巡回指導時間は、

臨地実務実習中の学生の状況に合わせて、必要な時間を確保する。 
臨地実務実習を確実に履行できるよう担当教員は巡回指導時以外にも臨地実務実習指導

者ならびに学生と１週間に１回程度定期的に連絡をとり、臨地実務実習の状況を確認する

とともに、学生及び臨地実務実習指導者が抱える課題や問題等について指導・援助できる体

制をとる。 
連絡の手段として、臨地実務実習指導者については電話を、学生については電話及びメー

ルを使用し、担当教員は施設での臨地実務実習及び自宅学習の状況の把握に努め、臨地実務

実習施設へ訪問して指導する必要があると判断した場合には、巡回指導の時期を早める等

の変更、複数回の巡回を行うようにする等、速やかに対応する。 
 

４）実習前、実習中、実習後等における調整・連携の具体的な方法 

①実習前 

年度ごとに、事前に本学科の全教員と臨地実務実習指導者が出席する「臨地実務実習指導

者会議」を開催し、臨地実務実習指導者に対して、実習の目的、目的に到達するための教育

方法、課題、成績評価等に関する説明を行い、内容を共有する。 

さらに実習ごとに、上記の内容を担当教員が訪問、又は電話で確認する。 

 

②実習中 

臨地実務実習については、実習科目ごとに責任者を置き、その教員が中心となって他の教
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員と協力して臨地実務実習中の計画と実施に向けた調整を行う。 

具体的には、実習期間中は、担当教員が適宜電話等により学生の実習の取り組み状況の様

子や進行状況の確認等を、臨地実務実習指導者との情報交換により随時確認するなどの相

談を行うとともに、実習施設への巡回訪問により実習指導者と情報共有や意見交換、学生へ

の指導、学生と臨地実務実習指導者間の調整を行う。 

 

③実習後 

実習終了後は、学生の実習への取り組みの状況、実習遂行上の問題点について意見交換を

行い、臨地実務実習に関する課題を明確化して、その後の臨地実務実習指導者会議において

報告を行う。これらの課題については、臨地実務実習指導者会議で臨地実務実習指導者との

討論を行った上で、課題の解決や改善に向けて協議を行う。 

各実習施設で行われている実習指導の内容と方法を巡回訪問等で確認し、大学の教育方

針と異なる場合や問題が生じている場合は実習指導者と担当教員が話し合い、必要に応じ

て調整を行う。 

 

５）臨地実務実習指導者会議の開催計画 

本学では、臨地実務実習を専門職の知識と技術を修得するための重要な科目と位置づけ

ていることから、臨地実務実習施設及び臨地実務実習指導者との連携を密にして、日頃より、

教育内容との情報交換に努める。 
定期的に臨地実務実習指導者会議を開催し、学内教育の情報の提供や学外教育（臨地実務

実習等）についての意見交換を行うとともに、作業療法を取り巻く臨床の質・学術的な研究、

教育に関する状況のほか、教育方法論等についての研修の機会を設定し、臨地実務実習指導

者及び臨地実務実習施設の職員に対して、本学の学生教育への質の向上に資する内容を提

供することで、臨床・研究・教育の３本柱の一体化を目指す。また、実習指導者に対しては

臨地実務実習指導者会議において、学生が臨地実務実習で修得すべき内容・レベルを共有す

る。学生には「臨地実務実習成績評価の指標」を「臨地実務実習ガイドライン・到達目標シ

ート」について詳しくその目的、意義、活用方法等を説明する。開催計画として、年度替わ

りの３月初旬の開催を必須とし、年２回を予定している。 

臨地実務実習指導者会議で臨地実務実習の課題を検討し、次年度の臨地実務実習を計画

することにより、学修環境や指導体制の改善に繋げることができる。また、教員に加え実習

担当職員を配置し、大学側と臨地実務実習指導者とが緊密に連絡をとり、より高い学修効果

が得られるよう臨地実務実習環境を整える。 

 

６）研修会の実施 

臨地実務実習を実施する施設では、指定規則による実習指導者の要件を遵守することは

もちろん、既設の専門学校とは異なるより高い質的な教育的効果を期待することから、本学
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科では臨地実務実習指導者に対し、臨地実務実習指導、卒前・卒後教育等に関連した教育や

臨床に関する研修会を実施し、大学教育における臨地実務実習の意義や目標、方法、評価等

の見識を共有し指導能力向上を図る。 
大学教育における臨地実務実習の意義や目標・方法・評価等の見識、学生の能力等に合わ

せた臨地実務実習指導の方法を学修する機会を複数回設定することで実習指導者の資質や

水準を一定に確保し、指導能力を整えることを考えている。 
 

７）複数施設の場合の実習先での教育の質の保証 

実習指導者の要件が、改正指定規則により、実務経験が５年以上、かつ、指導者研修を受

講していることとして引き上げられたことにより、実習施設の質の担保は一定、保たれるこ

ととなった。 

実習先から学生が戻り、学内での「振り返り」の機会で、講義、学内実習での教示・修得

内容との乖離がある場合は、大学の教育方針と異なる場合や問題が生じている可能性があ

るため実習指導者と担当教員が話し合い、必要に応じて調整を行う。 

 

８）緊急時の連絡体制 

実習期間中の実習施設での事故、学生本人に係る事故等緊急を要する事態が発生した場

合には、「臨地実務実習ガイドライン」に記載するほか、オリエンテーション等で説明し、

周知を徹底する。なお、実習中における事故発生時の緊急連絡体制については実習施設の規

定と大学の報告経路に従い、密に連携をとりながら迅速に対応する。 
 
 
（１０）臨地実務実習計画の概要 

１）体験実習Ⅰ 

科目 体験実習Ⅰ 

概要 
開講学年：１年前期、時間数：45 時間、臨地実務実習施設実習期間：１週間、

単位：１単位 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

 複数の保健・医療・福祉分野におけるさまざまな作業療法の現場を見学する。

実習施設は、一般病院・精神病院などの医療施設、介護老人保健施設・特別養

護老人ホーム・グループホームなどの入所施設、訪問リハビリテーション・通

所リハビリテーション・認知症対応型通所介護などの在宅サービス、就労支援

事業所、児童デイサービス・障害児通園施設などの小児を対象とした現場など

である。これらの実習施設のうち、特徴の異なる施設・事業所を各施設につき

1 日程度、複数施設の見学を行う。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

【認知領域】 

・施設等における作業療法士の組織的位置づけ 
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知識・技能 ・作業療法士の対象（疾患や障害など） 

・作業療法士が提供している作業療法（徒手的・作業の提供等）の内容 

【情意領域】 

・作業療法士の対象者やその家族との接し方等 

・作業療法士の多職種との関係の持ち方や関わり方等 

・学生自身の積極的な関わり方や姿勢など 

修得状況の評価方法・

評価基準 

 具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価す

る。 

指導 

計画 

事前 

実習前、「作業療法管理学Ⅰ」講義内で、職業倫理を含めオリエンテーション

を実施する。 

実習のオリエンテーションでは、実習の目的と意義、スケジュール、実施先

の施設の概要、交通経路などを事前に調査し、見学の前提となる必要最小限の

情報を得ておく等、指導する。実習生として、受身的な態度ではなく、実習指

導者からも積極的なコミュニケーションや自主的な学びを期待されていること

を理解できるよう指導する。 

 本学が作成した「臨地実務実習ガイドライン」、「到達目標シート」の説明を

含め、「課題」＝「行動目標」＝「評価（自己・実習指導者）」がポイントである

ことを明示する。 

 臨地実務実習指導者の指導・監督のもと、作業療法士の実践を見学し、説明

を受ける。見学内容は、大学が指定する記録様式に則り記録する。また、体験

実習での学習内容はポートフォリオにまとめる。 

事後  実習後、「作業療法管理学Ⅰ」の講義内で振り返りと報告会を実施する。 

実習前の必要履修科

目 
 特になし 

OSCE の実施等  OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 
 原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ①ポートフォリオ、②学生自己評価表及び実習指導者の評価・意見を総合し

て、科目責任者を中心とした、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行

う。 

 

２）体験実習Ⅱ 

科目 体験実習Ⅱ 

概要 
開講学年：１年前期、時間数：45 時間、臨地実務実習施設実習期間：１週間、

単位：１単位 
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実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

実習期間中に同一の施設で作業療法の現場を見学する。実習施設は、一般病

院・精神病院などの医療施設、介護老人保健施設・特別養護老人ホーム・グル

ープホームなどの入所施設、訪問リハビリテーション・通所リハビリテーショ

ン・認知症対応型通所介護などの在宅サービス、就労支援事業所、児童デイサ

ービス・障害児通園施設などの小児を対象とした現場などである。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

【認知領域】 

・週間スケジュールにおける作業療法士の役割 

・施設等における作業療法士の組織的位置づけ 

・作業療法の対象（疾患や障害など） 

・作業療法士が提供している作業療法（徒手的・作業の提供等）の内容 

【情意領域】 

・作業療法士の対象者やその家族との接し方等 

・作業療法士の多職種との関係の持ち方や関わり方等 

・学生自身の積極的な関わり方や姿勢など 

修得状況の評価方法・

評価基準 
具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価する。 

指導 

計画 

事前 

 実習前に「作業療法管理学Ⅰ」の講義内でオリエンテーションを実施する。

実習オリエンテーションは、「臨地実務実習の手引き」に基づき、臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実

務実習指導者及び本学との連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の

評価、臨地実務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

 なお、実習生として、受身的な態度（実習への参加）ではなく、実習指導者か

らも積極的なコミュニケーションや自主的な学びを期待されていることを理解

できるよう指導する。 

事後 

 身体障害系施設に行った者、精神障害系施設に行った者、実習先に違いがあ

る為、「基礎作業学演習Ⅱ」の講義内で行う症例報告、振り返りの機会で情報交

換をし、報告会を実施する。 

実習前の必要履修科

目 
 特になし 

OSCE の実施等  OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 
 原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ①ポートフォリオ、②学生自己評価表及び実習指導者の評価・意見を総合し

て、科目責任者を中心とした、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行

う。 
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３）評価実習Ⅰ 

科目 評価実習Ⅰ 

概要 
開講学年：2 年後期、時間数：135 時間、臨地実務実習施設実習期間：2 週間、 

単位：３単位 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

作業療法の評価から目標の設定、プログラム立案までのアセスメントの過程

を経験することで、必要となる知識や技術・技能、論理的な考察方法等を修得

する。 

臨地実務実習指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義・実習で修

得した評価手技を実際に体験し、検査・測定の結果を記録する。さらに、記録

した結果から、いくつかの内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考

察し、対象者の全体像またはその一部について論理的に考察する。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

臨地実務実習指導者の指導の下で、 

【認知領域】 

・必要な評価の一部を列挙する/・列挙した評価の内容を説明する/・列挙した

評価方法から計画を説明する/・実施した評価の結果を列挙する/・評価の結果

を比較する/・評価の結果を説明する/・評価の結果から目標を説明する/・目標

達成に必要な作業療法の治療・指導・援助を列挙する/・必要な治療・指導・援

助を説明する/・一連の作業療法に必要な事項の記録を説明する 

【精神運動領域】 

・評価の実施に必要な道具や環境、評価マニュアル等を準備する/・必要な一連

の評価を実施する（指導者の指導を模倣する）/・一連の実施した評価の結果を

記録する 

【情意領域】 

・対象者とその家族等に職業人として接する（配慮する）/・実習指導者に学生

として接する（報告・連絡・相談をする）/・実習を遂行するために積極的に学

生として行動する 

修得状況の評価方法・

評価基準 

 具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価す

る。 

指導 

計画 

事前 

 実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の目的と意義、実習

生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本

学との連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習

実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

 評価学のすべての科目を修得していることを前提に、「事前評価」として実技

試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

事後 
 評価計画について、振り返りを行い、報告会を実施する。 

 実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。実習内容の報告会を



142 
 

実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての

知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題については、教

員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前の必要履修科

目 

 2 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修しているこ

と。また、事前評価として実施する実技試験に合格していること。 

OSCE の実施等  OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 

 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

 原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ➀実技試験、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発表及び⑤実習評価表

の内容に基づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とし

た、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

 

４）評価実習Ⅱ 

科目 評価実習Ⅱ 

概要 
開講学年：2 年後期、時間数：90 時間、臨地実務実習施設実習期間：2 週間、単

位：2 単位 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

評価実習Ⅰと同じ内容を、異なる施設で、作業療法の評価から目標の設定、

プログラム立案までのアセスメントの過程を経験することで、必要となる知識

や技術・技能、論理的な考察方法等を修得する。 

臨地実務実習指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義・実習で修

得した評価手技を実際に体験し、検査・測定の結果を記録する。さらに、記録

した結果から、いくつかの内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考

察し、対象者の全体像またはその一部について論理的に考察する。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

 評価実習Ⅰと同じ内容を、異なる施設で実施することで、作業療法が対象と

するさまざまな領域や施設で実習内容を修得する。 

修得状況の評価方法・

評価基準 

 具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価す

る。 

指導 

計画 

事前 

 実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の目的と意義、実習

生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本

学との連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習

実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

 評価学のすべての科目を修得していることを前提に、「事前評価」として実技

試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

事後  評価計画について振り返りを行い、実習報告会を実施する。 



143 
 

 実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。実習内容の報告会を

実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての

知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題については、教

員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前の必要履修科

目 

 2 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修しているこ

と。また、事前評価として実施する実技試験に合格していること。 

OSCE の実施等  OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 

 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

 原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ➀実技試験、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発表及び⑤実習評価表

の内容に基づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とし

た、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

 

５）総合実習Ⅰ 

科目 総合実習Ⅰ 

概要 
開講学年：4 年前期、時間数：405 時間、臨地実務実習施設実習期間：8 週間、

単位：9 単位 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

作業療法の評価から目標設定、プログラム立案までのアセスメントから、プ

ログラムの実施、必要に応じた再評価と結果の考察、プログラム修正等の作業

療法の一連の実践過程を経験することで、作業療法士として必要な知識や技術・

技能、論理的な考察方法、対象者や家族、スタッフ等との良好な関係性の構築

等を修得する。 

学生は、自らの知識を整理し、評価の実施に当たっては事前準備等を積極的

に行動することと論理的考察に努めるとともに、作業療法の治療・アプローチ

をすることで対象者及び家族と望ましい関係の構築に努める。 

臨地実務実習指導者は、評価手技に加えて作業療法の治療・アプローチにつ

いても模倣させることができるように手本を見せる。さらに、学生が作業療法

の治療・アプローチの計画立案に当たっては、臨地実務実習指導者の考察過程

（クリニカルリーズニング）を示すことで、理論的考察と学生の自主的な対象

者とのかかわりや課題解決の姿勢を促す。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

臨地実務実習指導者の指導の下で、 

【認知領域】 

・必要な一連の評価を列挙する/・列挙した評価の内容を説明する/・列挙した

評価方法から計画を説明する/・実施した評価の結果を列挙する/・評価の結果

を比較する/・評価の結果を説明する/・評価の結果から目標を説明する/・目標
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達成に必要な作業療法の治療・指導・援助を列挙する/・必要な治療・指導・援

助を説明する/・作業療法の治療・指導・援助の計画を立案する/・必要に応じ

て必要な一連の再評価を列挙する/・列挙した再評価の内容を説明する/・列挙

した再評価方法から計画を説明する/・実施した再評価の結果を列挙する/・再

評価の結果を比較する/・再評価の結果を説明する/・再評価の結果から目標を

説明する/・再評価の結果から目標達成に必要な作業療法の治療・指導・援助を

列挙する/・再評価の結果から必要な治療・指導・援助を説明する/・再評価の

結果から作業療法の治療・指導・援助の計画を立案する・一連の作業療法に必

要な事項の記録を説明する 

【精神運動領域】 

・評価の実施に必要な道具や環境、評価マニュアル等を準備（他部署との調整

を含む）する/・必要な一連の評価を実施する（臨地実務実習指導者の指導を模

倣する）/・一連の実施した評価の結果を記録する/・計画した作業療法の治療・

指導・援助の準備（他部署との調整を含む）をする/・準備した治療・指導・援

助の内容を実施する/・一連の実施した作業療法の治療・指導・援助の結果を記

録する 

【情意領域】 

・対象者とその家族等に職業人として接する（配慮する）/・臨地実務実習指導

者に学生として接する（報告・連絡・相談をする）/・実習を遂行するために積

極的に学生として行動する 

修得状況の評価方法・

評価基準 

 具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価す

る。 

指導 

計画 

事前 

 実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の目的と意義、実習

生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本

学との連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習

実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

 3 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること

及び筆記試験に合格していることを前提に、「事前評価」として OSCE を実施し、

「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

事後 

 実習終了後に OSCE を実施し、実習記録及び実習報告書を提出させる。実習内

容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療

法士としての知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題に

ついては、教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前の必要履修科

目 

3 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること

及び筆記試験に合格していること。 

 また、事前評価として実施する OSCE に合格すること。 
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OSCE の実施等  実習前後に OSCE を実施し、技術確認を行う。 

実習施設における指

導者の配置 

 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

 原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ➀実習前後の OSCE、②筆記試験、③症例報告書、④実習記録、⑤学内症例発

表、及び⑥実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、

科目責任者を中心とした、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

 

６）総合実習Ⅱ 

科目 総合実習Ⅱ 

概要 
開講学年：4 年前期、時間数：405 時間、臨地実務実習施設実習期間：8 週間、

単位：9 単位 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

総合実習Ⅰと同じ内容を、異なる施設で、作業療法の評価から目標設定、プ

ログラム立案までのアセスメントから、プログラムの実施、必要に応じた再評

価と結果の考察、プログラム修正等の作業療法の一連の実践過程を経験するこ

とで、作業療法士として必要な知識や技術・技能、論理的な考察方法、対象者

や家族、スタッフ等との良好な関係性の構築等を修得する。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

 総合実習Ⅰと同じ内容を実施することで、作業療法が対象とする領域や施設

で実習内容を修得する。 

修得状況の評価方法・

評価基準 

 具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって評価す

る。 

指導 

計画 

事前 

 実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の目的と意義、実習

生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本

学との連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習

実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

 3 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること

及び筆記試験に合格していることを前提に、「事前評価」として OSCE を実施し、

「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

事後 

 実習終了後に OSCE を実施し、実習記録及び実習報告書を提出させる。実習内

容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療

法士としての知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題に

ついては、教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前の必要履修科

目 

3 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修していること

及び筆記試験に合格していること。 

 また、事前評価として実施する OSCE に合格すること。 
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７）地域実習 

科目 地域実習 

概要 
開講学年：4 年後期、時間数：90 時間、臨地実務実習施設実習期間：2 週間、

単位：2 単位 

実習の目的を達成す

るための実習の具体

的内容 

その地域で暮らす、住み慣れた場所で生活する人々を支援するための作業

療法が、どのようなことができるかについて課題解決できる能力を修得する。 

「地域実習」は、人々が住み慣れた地域で、その人らしい暮らし・生活がで

きるように支援を行う作業療法の現場で実習を行い、その支援の実際を体験

することを通じて、地域における作業療法の役割を学ぶことを目的とする。 

実習を通じて修得し

ようとする具体的な

知識・技能 

「総合実習」の内容と原則的には同じ内容とするが、「住み慣れた地域でそ

の人らしく生きる」という観点から、ICF の「活動と参加」「環境因子」に視

点を置いた実習内容から、知識と技術・技能について「認知領域」「精神運動

領域」「情意領域」のそれぞれの内容を修得する。 

【認知領域】 

・医療領域（病院・診療所等）と地域での通所や訪問の介護保険サービス、そ

の他の作業療法を提供する場を比較する 

【情意領域】 

・卒後の作業療法士としての自覚を持つ 

修得状況の評価方法・

評価基準 

 上記、具体的な知識・技能の修得状況について、実習記録・評価表によって

評価する。 

指導 

計画 
事前 

 実習前にオリエンテーションを実施する。実習オリエンテーションは、「臨

地実務実習の手引き」に基づき、臨地実務実習の目的と意義、実習生の心得

（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との

連絡方法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施に

際して必要な手続き等について指導を行う。 

 なお、実習生として、受身的な態度（実習への参加）ではなく、実習指導者

からも積極的なコミュニケーションや自主的な学びを期待されていることを

理解できるよう指導する。 

OSCE の実施等  実習前後に OSCE を実施し、技術確認を行う。 

実習施設における指

導者の配置 

 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

 原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ①実習前後の OSCE、②筆記試験、③症例報告書、④実習記録、⑤学内症例発

表、及び⑥実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の意見を総合して、

科目責任者を中心とした、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 



147 
 

事後 

 実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。実習内容の報告会を

実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、地域支援についての

知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題については、教

員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前の必要履修科

目 

 3 年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履修しているこ

と。 

OSCE の実施等  OSCE は実施しない。 

実習施設における指

導者の配置 
 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員の同行はしない。 

成績評価方法 

 ①症例報告書、②実習記録、③学内症例発表及び④評価表の内容に基づく臨

地実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員による

評価判定会議にて、成績評価を行う。 

 

 

（１１）成績評価体制及び単位認定方法 

臨地実務実習の成績評価は、学生の実習課題の遂行状況及び到達度を明確化し、学生が自

身の課題を理解し、その改善に向けた学修が行えるようにすることである。 

 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評価方法・連携 

臨地実務実習の成績評価の方法は、大学で定めた基準に基づき、「臨地実務実習評価表」

による臨地実務実習指導者の評価と、担当教員による評価を行う。臨地実務実習指導者は、

評価表の項目ごとに示す到達目標への到達度を評価し、実習状況に関するコメントを記載

する。 

学科教員は、評価表による成績評価のほか、実技試験、筆記試験、OSCE、学生の実習記録、

症例報告書、症例報告会での報告内容、口頭試問をもとに評価を行う。 

 

２）大学における成績評価体制、単位認定方法・基準 

臨地実務実習の単位認定は、実習の全日程の５分の４以上の出席をもって単位認定の資

格を得る。 

臨地実務実習指導者から提出された成績評価と、学科教員が行った成績評価とを、評価判

定会議にかけ、公正・公平性の確認を行う。その上で、それらを統合し、総合的に成績評価

判定を行う。 

評価判定会議は、科目責任者を中心とし、評価に携わった全教員によって構成されている。 

 

 



148 
 

図表 １１-２２ 成績評価の比率の例 
学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 40％ 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 

60％ 

臨地実務実習施設での実習記録 
学内教員による質疑応答 
筆記試験 

実技試験 

臨地実務実習前後の OSCE 
臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振り返り） 
臨地実務実習の症例報告発表 
本学到達目標への自己課題評価 

 

臨地実務実習指導者による成績評価として、臨地実務実習終了時期に評価表にある評価

項目ごとに、５段階評定による評価を行う。 

 

評定基準はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階で行う。 

Ｓ 「助言・指導なしでも、実施することができる」 

Ａ 「適宜の助言・指導を必要とするが、実施することができる」 

Ｂ 「多くの助言・指導を必要とするが、実施することができる」 

Ｃ 「助言・指導を必要としたが、実施することができない」 

Ｄ 「まったく、実施することができない」 

 

学内における専任教員の指導による改善状況の観点は、臨地実務実習指導者が行う成績

評価と同じ観点で、助言・指導の程度とする。 

評定基準はＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄの５段階で行う。 

Ｓ 「助言・指導なしでも、実施することができる」 

Ａ 「適宜の助言・指導を必要とするが、実施することができる」 

Ｂ 「多くの助言・指導を必要とするが、実施することができる」 

Ｃ 「助言・指導を必要としたが、実施することができない」 

Ｄ 「まったく、実施することができない」 

 

（１２）実習前の準備状況 

実習の事前準備として、契約や事前の打ち合わせにより、本学及び実習施設の責務を明確

にするとともに、実習前の準備として、個人情報保護や事故防止（医療安全・感染症対策）、

賠償責任等の扱い・対応については、以下のとおりとする。 
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１）個人情報保護対策 

個人情報保護については、各実習施設の方針に基づくとともに、法的な守秘義務であるこ

とをふまえた指導を徹底して行う。なお、実習期間中、学生が接する対象者については、臨

地実務実習指導者が責任を持って実習生とともに個人情報管理に留意する。 

学内での個人情報保護の方法について指導を行い、実習中及び、実習後に達成度の評価を

行う。 

指導内容は、実習中の記録作成時の情報の匿名化と取り扱い（データ化しない、複写や携

行をしない）についての基本事項、及び実際に事例を担当した場合の課題である。 

 

２）医療安全・感染症対策 

Ｂ型肝炎・麻しん・風疹・水痘・流行性耳下腺炎に対して厚生労働省より 2008（平成 20）

年 1月「麻しんに関する特定感染症予防指針」第三-４-４ において「医療・福祉・教育に

係わる学生に対して、罹患歴並びに予防接種歴の確認並びに未罹患であり、かつ、麻しんの

予防接種を必要回数接種していない者に対する予防接種を推奨する」とあり、麻しん対策の

徹底が指摘されている。 

これを受け、入学年次４ 月に「Ｂ型肝炎・麻しん・風疹・水痘・流行性耳下腺炎（ムン

プス）」の抗体価検査を行う。健康診断で学生の感染症免疫獲得状況と感染の有無について

把握し、感染症予防に向けて必要なワクチン接種を義務付けている。これらの抗体がない場

合、臨地実務実習開始前までに抗体を獲得することを原則義務付けている。保健医療職とし

て必要不可欠である抗体獲得について、予防接種の必要性、作用・副作用について学生と保

護者に十分理解してもらえるよう努める。学生の抗体獲得状況について、学生と教員で情報

を共有しておく。 

検査結果を実習に際し、実習病院・施設に対して「抗体保有状況報告書」として提出する。 

 

３）損害賠償保険への対応 

学生は、大学が費用を負担する二つの保険に加入する。一つ目は学生の過失又は被害者と

しての学生自身の負傷に関する損害賠償保険である。二つ目は学生の実習先での事故に対

して実習学生が加入し、費用は大学が負担する医療福祉分野学生賠償責任保険である。この

損害保険は学生の過失に基づく実習中の事故（他人を怪我させたり他人の財物を損壊する）

によって生ずる法律上の損害賠償を補償する。 

 

４）臨地実務実習前指導 

臨地実務実習前に学生に対しオリエンテーションを実施し、臨地実務実習ガイドライン

に基づき、学生としての姿勢、態度、身だしなみ、個人情報保護や守秘義務、各種記録の取

り扱い、感染予防策、事故対応、ハラスメント防止、その他報告・連絡・相談の徹底等につ

いて指導する。また、臨地実務実習の目的や方法、課題の内容等実践を踏まえた説明や指導
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を行う。 

また、インシデントやアクシデントが発生した場合は報告書を作成し、原因分析を行い、

関係者間で情報共有し、事故等の再発防止に努める。さらには、臨地実務実習中の交通事故、

ハラスメント等の防止や発生時の連絡・対応等についても十分に学生に指導を行う。 

 

５）その他 

・防犯グッズの貸与 

宿泊を伴う実習の学生には、防犯グッズを貸与する。実習中宿泊室への窃盗犯の侵入を威

嚇するピッキングセンサー及び宿泊室の戸締まりを厳重にするサッシ用補助錠を貸与する。 

 

 

【資料 ２７】実習巡回表 リハビリテーション学部 理学療法学科 

【資料 ２８】実習巡回表 リハビリテーション学部 作業療法学科 
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第１２. 管理運営 
 

１．教学面における管理運営の体制 

（１）運営会議 

１）本学の重要事項を審議するために、「運営会議」を設置する。運営会議は、理事長、学

長、学部長、学科長及び事務局長並びに学長が必要と認める者若干名をもって構成す

る。 
２）会議は、原則として毎月１回開催し、次の事項を審議する。 
① 大学の経営及び運営に関する事項 
② 大学の組織に関する事項 
③ 大学の予算に関する事項 
④ 大学の教職員人事及び評価に関する事項 
⑤ 学生に関する事項 
⑥ 教育課程に関する事項 
⑦ 研究活動に関する事項 
⑧ 理事会及び学園経営会議の諮問事項に関する事項 
⑨ 学則その他重要な学内規程の制定並びに改廃に関する事項 
⑩ 学長が諮問する事項 
⑪ その他大学の運営に関する事項 

３）運営会議に関する必要な事項は「運営会議規程」に定める。 
 
（２）教授会 

１）本学は、学則第 11 条（教授会）に基づき、大学の重要事項を審議するため「教授会」

を設置する。 
２）教授会は、原則として毎月１回開催し、次の事項を審議する。 
① 学生の入学、卒業及び課程の修了に関する事項 
② 学位の授与に関する事項 
③ その他教育研究に関する重要事項で教授会の意見を聴くことが必要と学長が認めた

もの 
３）教授会に関する必要な事項は「教授会規程」に定める。 
 
（３）学科会議 

１）本学は、学則第 12 条（学科会議）に基づき、教授会に付議する審議事項について連

絡調整及び協議するため学科会議を設置する。 
２）学科会議に関する必要な事項は「学科会議規程」に定める。 
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（４）各種委員会 

各会議等のほか、本学に教務委員会、政策企画委員会、学生委員会、入試広報委員会、研

究推進委員会、キャリア推進委員会、自己点検・評価委員会、FD・SD 委員会、保健衛生委

員会、人事委員会、情報公開委員会、個人情報保護委員会、公益通報者保護調査委員会、倫

理委員会、防災対策委員会、情報システム管理委員会、実習委員会の 17 委員会（案）を置

くとともに、必要に応じて、その他の委員会を置く。それぞれの委員会の運営に関する必要

な事項は、各委員会規程に定める。 
 

２．事務局体制 

 事務局を設置して、事務局長の監督の下に政策企画部、総務部、教務部、学生部、入試広

報部、学習環境部の６部制の組織を置き、大学全体の事務を行う。 
１）政策企画部には、企画課とキャリア支援センターを置く。 
① 企画課は、大学運営に関する企画、産業界等との連携・協定締結、大学広報、実習

先開拓支援、共同研究先開拓等に関する業務を行う。 
② キャリア支援センターは、進学・就職相談、情報提供、就職先開拓等に関する業務 
を行う。 

２）総務部には、総務課と経理課を置く。 
① 総務課は、庶務、人事、給与、秘書、法務、式典等に関する業務を行う。 
② 経理課は、予算・決算、出納管理、補助金、学納金等に関する業務を行う。 

３）教務部には、教務課と研究推進室を置く。 
① 教務課は、授業、成績、学籍、証明書、授業評価、認証評価及び図書管理等に関す

る業務を行う。 
② 研究推進室は、研究に係わる補助金、教育研究費、研究支援及び研究紀要等研究支

援全般に関する業務を行う。 
４）学生部には、学生課と学生相談室を置く。 
① 学生課は、学生証発行、課外活動、学園祭、遺失物、損害保険、ボランティア支援、

部活・サークル活動支援、留学支援等の業務を行う。 
② 学生相談室は、学生のカウンセリング等を行う。 
③ 医務室は学生生活の健康面のサポートを行う。 

５）入試広報部には、入試課と広報課を置く。 
① 入試課は、入試業務に関する業務を行う。 
② 広報課は、入学広報に関する業務を行う。 

６）学習環境部には、管理課と情報システム室を置く。 
① 管理課は、施設・設備、物品調達・検収、収益事業（売店等）等に関する業務を行う。 
② 情報システム室は、システム開発・運用支援、情報機器類への対応等に関する業務 
を行う。 
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第１３. 自己点検・評価 
 

１．実施体制 

（１）自己点検・評価委員会 

本学は、学則第２条（自己点検・評価等）に基づき、本学の教育研究活動等の状況におい

て、自ら点検及び評価（以下「自己点検・評価」という。」を行うため、「自己点検・評価委

員会」を設置する。自己点検・評価委員会に関する必要事項は「自己点検・評価委員会規程」

に定める。 
 
（２）自己点検・評価委員会の構成 

自己点検・評価委員会は、学長、学部長、教務部長、学生部長、学科長、事務局長及び事

務局各課長・室長以上で学長が必要と認める者をもって構成する。 
 

２．実施方法 

各点検・評価項目の記載や評価原案は､定められた担当者が行う。委員会は全体的に最終

の点検・評価を行い、自己点検評価報告書としてとりまとめる。 
 

３．評価項目等 

自己点検・評価は、以下の事項について行う。 
１）教育理念・目的に関する事項 
２）教育研究組織に関する事項 
３）教員・教員組織に関する事項 
４）教育課程連携協議会での審議に関する事項 
５）教育内容・方法・成果に関する事項 

① 教育目標、学位授与方針、教育課程の編成・実施方針に関する事項 
② 教育課程連携協議会での審議結果に関する事項 
③ 教育課程・教育内容に関する事項 
④ 教育方法に関する事項 
⑤ 教育成果に関する事項 
⑥ 学生の受け入れに関する事項 
⑦ 学生支援に関する事項 
⑧ 教育研究等環境に関する事項 
⑨ 社会連携・社会貢献に関する事項 
⑩ 管理運営・財務に関する事項 

ア. 管理運営に関する事項 
イ. 財務に関する事項 
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⑪ 内部質保証に関する事項 
⑫ その他に関する事項 

 
４．結果の活用・公表 

自己点検・評価の結果は報告書にとりまとめ、教職員及び学生に周知するとともに、大学

ホームページ等で公表する。 
大学ホームページのトップページの URL は以下のとおりである。自己点検・評価のペー

ジの URL は今後策定予定である。 
 

５．職員以外の者による検証を行う場合 

本学では、文部科学省認定評価機関による第三者評価を定期的に受ける計画である。 
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第１４. 情報の公表 
 
専門職大学として自治体・産業界等及び地域との連携を推進するため、積極的に情報を公

表する。 
情報の公表には、大学ホームページにおいて以下の～の情報を公表するほか、大学案内パ

ンフレット等の紙媒体も活用する。また、研究活動の成果については大学ホームページ

（https://www.tpu.ac.jp）に加え、現在毎年１度発行している「敬心・研究ジャーナル」も

しくはそれに準ずる大学専用の紀要・研究ジャーナルにおいて公表する計画である。 
公表する内容は、以下のとおりとする。  

 
（１）大学の教育研究上の目的に関すること 

本学の基本情報に関すること（建学の精神、使命及び理念、沿革等）、教育研究の目的に

関すること（専門職大学の理念、教育目標等） 
 
（２）教育研究上の基本組織に関すること 

学部・学科等の名称 
組織図等 
 
（３）教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

教員組織（教員数、職位等）、教員の学位、業績、専門性、取得資格等 
 
（４）入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒

業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況 

アドミッション・ポリシー、入学者選抜の状況（志願者数、受験者数、合格者数、入学者

数）、収容定員・在学者数、卒業者数、卒業後の進路（進学者数、就職者数、就職分野等） 
 
（５）授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

教育課程編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）、教育課程の特色、授業科目、授業

の 
内容及び方法、成績の評価法、授業アンケート結果並びに年間の授業に関すること（シラバ 
ス、授業内容と方法、成績評価法、授業アンケート結果、年間事業計画等） 

 
（６）学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準 

ディプロマ・ポリシー、学修の成果に関する評価方法、卒業に必要な単位数、学位の種類 
等 
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（７）校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境 

キャンパス概要、施設及び設備、学修環境、交通手段等 
 
（８）授業料、入学料その他の大学が徴収する費用  

授業料、入学金、その他専門職大学が徴収する費用に関すること 
 
（９）大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援  

奨学金、学生支援室、キャリア支援センター、メンタルサポートについて 
 
（１０）その他 

学則等各種規程、設置認可申請書及び認可書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、

自己点検・評価報告書、認証評価の結果、産業界等との連携等 
 
 

  



157 
 

第１５. 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 
 

１．基本方針及び FD・SD 委員会の設置 

本学は、敬心学園の理念及び建学の精神に基づき実践的かつ高度な保健医療の理論と技

術を教授研究し、豊かな人間性を備えた「共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」

となる専門職業人材を養成する。このような人材を育成するためには、学生の学修意欲や探

究心を促し、教育効果の高い授業を行い、常に大学の全教職員が一丸となって教育の質の向

上に取り組んでいく必要がある。 
そこで、組織的に教職員の資質及び教育活動の向上を図るための研修及び研究を実施す

ることを目的として、専門職大学設置基準第 20 条に基づき「ファカルティ・ディベロップ

メント（以下 FD）及びスタッフ・ディベロップメント（以下 SD）委員会（以下、「FD・

SD 委員会」という。）」を設置する。 
 

２．FD・SD委員会の構成と任務 

FD・SD 委員会は、学部長、事務局長、政策企画部長、教務部長、学生部長、学科長並び

に事務局各部長及び学部長が指定した若干名をもって構成する。 
FD・SD 委員会は、教員の教育内容・方法の改善及び教育効果の向上並びに教職員の資質

の向上を図るため、以下の事項について、審議するとともに、教育改善活動の持続的推進を

任務とする。 
① 新人教職員のための研修（着任時：教育理念、教育目標、授業の進め方、教育課程編

成、職務関連規程、施設・設備、年間授業・行事の計画、成績評価基準及び方法、担当

業務、指導要領等について研修） 
② 新人教職員以外の教職員のため研修会、教育改善方法等の研修会 
③ 教職員についての外部学会・研修参加に関する年度計画 
④ 学生による授業評価アンケート調査と結果報告 
⑤ 教員相互の授業参観、授業評価 
⑥ クラス担任教員による学生意識の把握 
⑦ 臨地実務実習施設に対するアンケート調査 
⑧ 卒業生就職先に対する卒業生評価依頼 

FD・SD 委員会に関する必要な事項は、「FD・SD 委員会規程」に定める。 
 
３．教育力向上のための FDの具体的な取り組み 

（１）ファカルティ・ハンドブックの作成と活用 

本学の全教職員が、教育理念及び教育方針について共通認識を持ち、教育指導に係る規程

や法令等の遵守事項の徹底を図るために、ハンドブックを作成し、専任教員はもとより、非

常勤講師及び専任事務職員に配布する。これにより、各教員が同じ教育方針の下で学生の教
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育に携わることによって、大学全体の教育水準を保つことができるようにする。 
 
（２）産業界等との連携による学園を主催 

医療、福祉、保育を担う専門職人材養成に携わる本法人は、2004 年（平成 16 年）から毎

年学術研究会を開催し、専門職教育と研究活動の発表の機会としている。研究紀要も発刊し、

本学園の教員は、学術研究会の企画運営から参画し、研究会の質向上に貢献する重要な役割

を担ってきた。 
こうした経験を踏まえ、専門職大学において「産業界等との連携」を推進するため、新た

に本学主催の学会を立ち上げる。実践重視の研究活動に本学教員と産業界等が共同で取り

組み、研究成果を発表する場として有効に活用する。 
 
（３）新任教員研修会の開催 

新任教員に対して、年度の初めから教育力向上に資するテーマによる研修会を開催し、本

学の教育理念及び教育方針、教育指導に係る規程や法令等の遵守事項、教育課程の編成、教

育目標、授業の進め方、学生対応、成績評価、履修指導、生活指導等に関する研修を行う。 
また、新任教員が年度の途中で相談や指導を受けられるよう、学部長、学科長と意見交換

できる機会を設け、新任教員の抱える疑問点等を把握し、助言を行うことにより教育力の向

上を図る。 
 
（４）教授法フォーラムの開催 

専任教員の教育力の強化向上を図るために、教授法フォーラムを開催する。このフォーラ

ムでは、優れた成果を挙げている教員による教育方法の実践報告や新たな教育方法の提案

等を行い、相互の意見交換を通して教員の教育力の向上を図る。 
また、授業研究や授業改善を目的として、専任教員の公開授業の機会を設け、討論会を実

施することによって、教授力の改善・向上を図る。 
これまで本学園全体で「アクティブ・ラーニング」をテーマに研修活動を行ってきており、

本学においても積極的に取り組んで行く。 
 
（５）シラバスの作成と活用 

全ての開講科目について、一定の書式に則り、担当教員がシラバスを作成し公開する。こ

れにより、各科目の授業目標や内容を教員相互に把握することができ、教員間の連携が円滑

に行えるようにする。 
また学生にはシラバスを配布するとともに、インターネット上でシラバスを閲覧できる

ようにし、学生が学修計画を立て、授業の予習・復習の参考にできるようにする。 
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（６）学生による授業評価の実施 

全ての授業科目ごとに授業に対する理解度、授業内容に対する興味・要望等についてアン

ケートを実施する。 
アンケート結果は担当教員にフィードバックし、教員の自己点検・反省及び授業改善に役

立てられるようにする。また、アンケート結果は学部執行部が適宜把握し、改善の必要性が

認められる授業に関しては、個別に指導を行う。 
 
（７）教員の外部学会・研修会参加の報告 

外部で開催される学会、研修会への参加は、年度ごとに計画的に行い、また、参加後は報

告書の提出を義務付ける。 
報告書は、本学の教職員が閲覧できるようにし、特に教職員への伝達が必要な内容につい

ては、学会・研修報告会を開催する。 
 
（８）各種実態調査の実施と活用 

新入生対象のアンケート、在学生の意識調査、卒業時に実施する卒業生対象のアンケート

を毎年適切な時期に実施し、その結果を本学全体で共有し、各学科の教育改善に役立てる。 
また、臨地実務実習に関しては、適宜その実態を把握し、実習施設と本学との情報の共有

化を図るため、臨地実務実習施設に対するアンケートを実施する。その結果は、大学側だけ

で把握するだけでなく、重要な内容については、『実習指導者会議』等において相互に話し

合う機会を設ける。 
卒業後に本学教育の効果を検証し、教育上の課題を把握するため、就職先に対して卒業生

評価を依頼し、その結果を本学教育の改善に役立てる。 
 
（９）研究活動の充実 

専任教員による教育研究の質の向上を図るため、個人研究費を支給するとともに、科学研

究費補助金等の外部資金の獲得を促進する必要がある。そのためには、学内設置の研究倫

理・研究推進委員会の指導体制を整備する。 
 
（１０）専任教員の表彰制度 

年に 1 回、全専任教員を対象に、学生による授業評価、FD・SD 委員会による評価・自己

評価等を基に、優れた授業方法を実践したベストティーチャーを選出し、選出された教員の

授業参観を行い、意見交換を行う。これにより、各教員が他の教員の優良な授業を参考にし

て授業改善に役立てるようにする。 
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４．事務職員の資質、能力向上のための具体的な取組み 

（１）ファカルティ・ハンドブックの共有 

教員の教育力向上を資するために作成するハンドブックは、教育や研究を支援する事務

職員にとっても、仕事をする上で必要不可欠なものである。教員と共に教育理念や教育方針、

更には、教育指導に係る学内規程や設置基準等の法令の遵守を共有し、教員と共通認識を持

つことで教職員の一体感と相互信頼が生まれ、修学支援の重要な要素となる。 
 
（２）新入教職員研修会の参加 

年度初めに、学園に入職した教職員を対象に、本部で研修会を開催。本学の新入教職員も

参加する。そこでは、学園の建学の精神、沿革、ビジョンや学園全体の事業概要等に関する

ガイダンスを受けることで、学園の一員となる自覚がなされる最も基本的な研修会となる。 
 
（３）フィロソフィーワークショップへの参加 

教職員を対象とするワークショップを、年に数回（４～５回程度）開催。原則として、何

れかの日程の都合のいい機会に参加。理念や行動指針の振り返りや再認識を目的に、それま

で認識してなかった新たな気づきで業務に関する課題への取組みに役立つ。 
 
（４）学園全体の研修会等に参加 

学校法人敬心学園が設置する本学及び専門学校等を含め、事務職員を主な対象とする講

習会の開催を企画している。2020（令和２）年度 研修計画は表のとおりである。 
開催時期 テーマ 概要 

4 月 学生ファースト 顧客満足度を如何に高めるか 

5 月 教務事務研究 LMS 等による事務の合理化をどう進めるか 

6 月 学生募集 学生確保向けの研修（説明の仕方・接遇等） 

8 月 教育支援の課題と対応 授業時間や段階に対応した学修支援 

10 月 PDCA 科学的事務管理と PDCA 

時期未定 プロジェクトマネジメントⅠ PM の内容と技法、PM の失敗と成功例 

 プロジェクトマネジメントⅡ 学校管理における PM をどう行うのか 

 
（５）業界団体等研修会に参加 

業界団体や企業等で、学生募集や学校事務に関連した研修会やセミナーが多数開催され

ている。教職員のスキルアップに結びつく講習会等には、計画的に参加し、学内報告等を行

うことで、事務局全体の職務遂行能力向上に役に立つ。 
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第１６. 社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 
 

１．基本的な考え方 

本学の学生は、卒業後は各専門分野の資格を得て専門職業人として働くことを明確にし、

入学を希望した学生が教育対象である。 
既存の保健医療分野の大学で教育することが難しい保健医療の専門知識に加え、組織の

経営・マネジメントや隣接する他分野について学び、新しい事業やサービスを展開するなど

の実務リーダーとしての教育を行うことは本学の大きな特徴である。この特徴は、入学希望

者に対しあらかじめ発信する計画であり、従来の理学療法士・作業療法士にとどまらない専

門職業人として働くことができることを期待し、入学する学生が多いと考えている。 
このような明確な意思を持った学生に対し、卒業後生涯にわたり、保健医療分野において、

所属する組織はもちろんのこと、幅広く活躍できるよう、産業界等とも連携し、キャリア形

成につながる指導を行う。 
 

２．教育課程内の取組 

基礎科目では、企業と連携して開発した授業である「社会人基礎力」科目において、職業

人に必要な実践的な基礎力を学ぶ。社会人基礎力は、卒業後に役立つ知識と能力を育成する

だけでなく、実習において施設等で学ぶ際にも役立つ科目である。また、「リーダーシップ

論」も職業人として自立を図るために有益な科目である。 
職業専門科目は、資格取得に必要な各種指定規則に従った科目を開講し、いずれも卒業後

に就く職業と密接にかかわる科目である。これら科目を、大学教育としての理論を涵養する

ことに加え、実務経験豊富な実務家教員による教育により、将来の自身の社会的・職業的自

立に向けた方向性を築いていくことにつなげていく。 
さらに、他職種の専門性を認識することにより、学生自身の専門性の強みを知るために、

多職種連携教育を３～４年次に設定し、専門職としての社会的、職業的自立に求められる態

度・姿勢を養成する。 
 
 

３．教育課程外の取組 

政策企画委員会のもと、教育課程外での社会的・職業的自立を促す体制を整える。産業界

等との連携に加え、地域社会と連携し、ボランティア活動を通じて社会人としての素養を身

につける。卒業後も理学療法士・作業療法士に必要な学修支援は実施し、一生涯にわたり教

育の場を提供する。 
また、政策企画部にキャリア支援センターを設け、在学時・卒業後のキャリア教育の一端

を担う。在学中の具体的な取組みは以下のとおりである。 
・個別就職相談・指導（担任、就職支援担当者が担当） 
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・就職ガイダンス 
・面接試験対策講座 
・履歴書の記入方法など具体的ガイダンス 
・履歴書の添削指導 
・求人情報の提供（E メール） 
・受験報告書の提出と閲覧 
 

４．適切な体制の整備 

教育課程外の取組みは「政策企画部キャリア支援センター」が所掌する。適切な取組みを

行うため、キャリアセンターとクラス担任、学科責任者との連絡を密に取り、学生一人一人

のキャリア形成に責任を持つ。 
  



 
 

資料編 

 
 
【資料 １】カリキュラム・マップ 

【資料 ２】基礎科目一覧 
【資料 ３】カリキュラム・ツリー（理学療法学科） 
【資料 ４】カリキュラム・ツリー（作業療法学科） 
【資料 ５】教員定年規程 就業規則案（抄録） 
【資料 ６】履修モデル 
【資料 ７】長期履修生規程 
【資料 ８】教育課程連携協議会名簿 
【資料 ９】教育上必要な機械器具一覧表 
【資料 １０】東京都江東区スポーツ施設、体育館・運動場等の利用に関する覚書 
【資料 １１】専門職大学と専門学校の教室等使用計画 
【資料 １２】専門職大学と専門学校の授業時間割表 
【資料 １３】時間割（クラス別） 
【資料 １４】時間割（年度別） 
【資料 １５】時間割（専任教員別） 
【資料 １６】専門職大学と専門学校の校舎面積基準 
【資料 １７】図書等一覧表 
【資料 １８】指定規則との対比表 
【資料 １９】臨地実務実習ガイドライン：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２０】到達目標シート：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２１】評価表（自己評価用）：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２２】評価表（実習指導者用）：リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２３】臨地実務実習ガイドライン：リハビリテーション学部 作業療法学科 
【資料 ２４】到達目標シート：リハビリテーション学部 作業療法学科 
【資料 ２５】評価表（自己評価用）：リハビリテーション学部 作業療法学科 
【資料 ２６】評価表（実習指導者用）：リハビリテーション学部 作業療法学科 
【資料 ２７】実習巡回表 リハビリテーション学部 理学療法学科 
【資料 ２８】実習巡回表 リハビリテーション学部 作業療法学科 



授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

敬
心

に
お

け
る

共
生

論
R
P
1
-
A
1
0
1
L
1

●
基

礎
科

目
1

必
修

講
義

●

心
理

学
R
P
1
-
A
1
0
2
L
1

●
基

礎
科

目
2

必
修

講
義

●
●

社
会

学
R
P
1
-
A
1
0
3
L
1

基
礎

科
目

2
必

修
講

義
●

●

実
務

英
会

話
R
P
1
-
A
1
0
4
P
1

基
礎

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●

観
光

学
R
P
1
-
A
2
0
5
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

経
営

学
R
P
1
-
A
1
0
6
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

音
楽

文
化

論
R
P
1
-
A
1
0
7
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

法
学

R
P
1
-
A
1
0
8
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

国
際

関
係

論
R
P
1
-
A
1
0
9
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

到
達
目
標

①
音

楽
が

社
会

の
中

で
果

た
し

て
き

た
役

割
を

説
明

で
き

る
。

②
音

楽
文

化
に

関
す

る
基

礎
知

識
と

リ
サ

ー
チ

方
法

を
身

に
つ

け
、

専
門

分
野

に
応

用
で

き
る

。
③

自
ら

の
生

活
を

よ
り

豊
か

な
も

の
と

す
る

た
め

に
文

化
芸

術
に

対
し

て
関

心
を

持
て

る
よ

う
に

な
る

。

①
企

業
に

お
け

る
経

営
者

の
役

割
に

つ
い

て
理

解
し

、
説

明
で

き
る

②
経

営
に

関
す

る
基

礎
的

な
理

論
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
③

身
近

な
企

業
に

関
し

、
経

営
上

の
特

徴
に

つ
い

て
、

自
ら

の
言

葉
で

説
明

で
き

る

①
法

が
社

会
生

活
の

中
で

ど
の

よ
う

な
機

能
を

有
し

て
い

る
か

を
説

明
で

き
る

。
②

憲
法

，
民

法
，

刑
法

の
基

本
的

知
識

を
説

明
で

き
る

。
③

学
習

し
た

基
本

的
知

識
を

日
常

生
活

で
生

じ
う

る
法

律
問

題
に

お
い

て
適

用
で

き
る

。
④

医
療

・
福

祉
部

門
で

仕
事

を
し

て
い

く
う

え
で

生
じ

う
る

法
律

問
題

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

①
国

際
秩

序
形

成
に

向
け

た
歴

史
的

な
営

み
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

②
環

境
問

題
、

地
域

紛
争

な
ど

、
地

球
的

規
模

の
問

題
群

に
つ

い
て

理
解

し
、

自
分

の
考

え
を

持
ち

、
行

動
で

き
る

。
③

国
際

的
な

政
治

経
済

関
係

の
中

で
、

日
本

を
取

り
巻

く
状

況
、

日
本

の
置

か
れ

た
立

場
な

ど
を

理
解

し
、

自
分

の
考

え
を

持
ち

、
行

動
で

き
る

。

①
共

生
社

会
の

概
念

を
理

解
し

、
説

明
で

き
る

。
②

敬
心

学
園

の
理

念
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
。

③
共

生
社

会
の

実
務

リ
ー

ダ
ー

と
し

て
の

あ
る

べ
き

姿
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
。

・
心

理
学

全
体

の
概

要
を

理
解

し
、

心
理

学
の

歴
史

に
お

け
る

3
つ

の
パ

ラ
ダ

イ
ム

（
精

神
分

析
・

行
動

主
義

・
ヒ

ュ
ー

マ
ニ

ス
テ

ィ
ッ

ク
心

理
学

）
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
・

心
理

学
の

各
テ

ー
マ

に
つ

い
て

の
概

要
を

理
解

し
、

そ
の

中
に

出
て

き
た

キ
ー

ワ
ー

ド
や

代
表

的
な

心
理

学
実

験
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
・

医
療

専
門

職
の

国
家

試
験

に
頻

出
す

る
テ

ー
マ

の
重

要
事

項
に

つ
い

て
覚

え
、

具
体

的
に

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

①
基

本
的

な
社

会
学

的
セ

ン
ス

を
身

に
つ

け
、

社
会

人
と

し
て

の
よ

り
深

い
視

点
を

広
げ

深
め

る
。

②
社

会
諸

問
題

の
解

決
へ

向
け

た
手

が
か

り
を

見
つ

け
、

そ
の

実
践

的
展

望
を

図
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

社
会

諸
現

象
の

解
明

へ
向

け
た

手
が

か
り

を
見

つ
け

、
そ

の
具

体
的

視
野

の
深

化
を

図
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

授
業

の
中

で
と

り
あ

げ
る

社
会

問
題

と
社

会
現

象
へ

の
、

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
専

門
職

と
し

て
の

具
体

的
か

か
わ

り
を

見
出

せ
る

。

①
英

語
の

保
健

医
療

福
祉

の
専

門
用

語
を

覚
え

、
活

用
で

き
る

②
介

護
の

場
面

で
使

わ
れ

る
英

単
語

や
関

連
表

現
・

フ
レ

ー
ズ

を
活

用
で

き
る

③
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ツ
ー

ル
と

し
て

英
語

を
捉

え
、

恥
ず

か
し

が
ら

ず
に

活
用

で
き

る
姿

勢
を

身
に

つ
け

る

①
観

光
の

定
義

と
今

な
ぜ

観
光

・
ツ

ー
リ

ズ
ム

な
の

か
自

分
の

言
葉

で
語

る
こ

と
が

で
き

る
②

観
光

と
福

祉
の

親
和

性
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

③
観

光
を

地
域

活
性

化
に

つ
な

げ
る

視
点

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
④

観
光

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
の

意
味

と
必

要
性

を
説

明
で

き
る

大
学
の
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー

１
）

保
健

医
療

分
野

の
専

門
性

保
健

医
療

の
専

門
職

と
し

て
必

要
な

専
門

知
識

と
技

術
を

身
に

付
け

、
対

象
者

の
支

援
の

た
め

に
適

切
に

活
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
２

）
共

生
社

会
の

理
解

共
生

社
会

の
概

念
を

理
解

し
、

障
が

い
者

や
高

齢
者

な
ど

多
様

な
生

活
者

が
共

生
で

き
る

社
会

の
実

現
に

意
識

を
置

き
な

が
ら

、
保

健
医

療
の

専
門

職
と

し
て

行
動

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
３

）
課

題
解

決
力

保
健

医
療

の
専

門
職

が
直

面
す

る
様

々
な

課
題

に
つ

い
て

、
そ

の
背

景
や

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
、

対
象

者
の

立
場

を
理

解
し

、
課

題
解

決
に

向
け

適
切

に
行

動
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

４
）

応
用

力
Q
O
L
の

維
持

・
向

上
や

健
康

寿
命

の
延

伸
に

向
け

、
保

健
医

療
の

専
門

分
野

の
み

な
ら

ず
、

関
連

す
る

他
分

野
の

知
識

を
応

用
し

、
視

野
を

広
げ

て
業

務
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。
５

）
組

織
に

お
け

る
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

力
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
素

養
を

身
に

付
け

、
保

健
医

療
に

関
す

る
諸

課
題

の
改

善
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。

Ｄ
１

）
保

健
医

療
分

野
の

専
門

性
理

学
療

法
に

関
わ

る
専

門
的

な
知

識
や

技
術

を
修

得
し

、
様

々
な

疾
患

や
障

害
に

よ
り

理
学

療
法

を
必

要
と

す
る

対
象

者
に

対
し

、
適

切
で

専
門

的
な

理
学

療
法

を
行

い
、

社
会

適
応

す
る

た
め

の
支

援
が

で
き

る
。

Ｄ
２

）
共

生
社

会
の

理
解

理
学

療
法

の
専

門
職

と
し

て
の

役
割

に
加

え
、

共
生

社
会

の
理

念
を

実
践

す
る

理
学

療
法

士
と

し
て

の
自

覚
を

持
ち

、
組

織
や

地
域

社
会

に
貢

献
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

Ｄ
３

）
課

題
解

決
力

身
体

運
動

に
関

す
る

医
療

専
門

職
で

あ
る

理
学

療
法

士
と

し
て

、
対

象
者

の
立

場
や

背
景

、
ニ

ー
ズ

等
を

把
握

し
た

上
で

、
適

切
に

病
態

や
障

害
を

評
価

し
、

運
動

機
能

の
回

復
・

維
持

等
に

対
す

る
課

題
解

決
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。
Ｄ

４
）

 
応

用
力

理
学

療
法

の
専

門
性

で
あ

る
身

体
運

動
分

野
等

に
隣

接
す

る
他

分
野

へ
視

野
を

広
げ

、
対

象
者

の
Q
O
L
維

持
・

向
上

や
健

康
寿

命
の

延
伸

に
向

け
た

理
学

療
法

の
応

用
・

展
開

に
取

り
組

む
こ

と
が

で
き

る
。

Ｄ
５

）
組

織
に

お
け

る
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

力
保

健
医

療
経

営
や

理
学

療
法

に
取

り
組

む
組

織
・

人
材

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

等
に

関
す

る
基

礎
知

識
を

身
に

付
け

、
保

健
医

療
経

営
や

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

等
の

課
題

に
幅

広
く

対
応

で
き

る
。

理
学
療
法
学
科
の
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー

【資料１】

1



授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
論

R
P
1
-
B
1
0
1
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

概
論

R
P
1
-
B
1
0
2
L
1

基
礎

科
目

1
必

修
講

義
●

●

社
会

人
基

礎
力

R
P
1
-
B
1
0
3
S
2

基
礎

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

R
P
1
-
B
1
0
4
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●
シ

ョ
ン

論

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

セ
テ

ィ
ア

Ⅰ
R
P
1
-
C
1
0
1
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅱ
R
P
1
-
C
2
0
2
P
2

基
礎

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●
●

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
R
P
1
-
C
1
0
3
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

地
域

防
災

R
P
1
-
C
1
0
4
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●
●

統
計

学
序

論
R
P
1
-
D
1
0
1
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

統
計

学
R
P
1
-
D
1
0
2
L
1

基
礎

科
目

2
必

修
講

義
●

●

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
R
P
1
-
D
1
0
3
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義

I
C
T
概

論
R
P
1
-
D
2
0
4
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

健
康

科
学

R
P
1
-
D
1
0
5
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

①
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
と

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
の

基
本

的
な

仕
組

み
を

理
解

し
、

自
分

の
言

葉
で

説
明

で
き

る
。

②
情

報
シ

ス
テ

ム
の

基
本

的
な

構
成

と
利

用
法

、
各

種
用

語
を

正
し

く
理

解
し

説
明

で
き

る
。

③
情

報
シ

ス
テ

ム
の

特
性

と
背

後
に

あ
る

仕
組

み
の

関
係

が
説

明
で

き
る

。

①
エ

ネ
ル

ギ
ー

代
謝

を
理

解
し

て
、

身
体

に
対

す
る

運
動

の
影

響
を

理
解

す
る

②
嗜

好
品

も
含

め
た

、
身

体
に

対
す

る
嗜

好
品

の
影

響
を

理
解

す
る

③
身

体
に

対
す

る
睡

眠
の

影
響

を
理

解
す

る
④

生
活

習
慣

病
に

対
し

て
の

、
運

動
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
立

案
で

き
る

よ
う

に
す

る

①
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
二

大
機

能
に

つ
い

て
理

解
で

き
て

い
る

状
態

②
自

分
の

身
近

な
組

織
で

、
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
発

揮
で

き
て

い
る

状
態

③
自

分
自

身
の

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
の

傾
向

が
理

解
で

き
て

い
る

状
態

1
.
チ

ー
ム

ワ
ー

ク
（

多
職

種
連

携
・

多
職

種
協

業
）

の
必

要
性

・
重

要
性

を
理

解
す

る
。

2
.
チ

ー
ム

の
形

成
の

過
程

を
理

解
す

る
。

3
.
実

際
の

チ
ー

ム
の

事
例

に
つ

い
て

知
る

。
自

身
の

チ
ー

ム
に

寄
与

す
る

資
質

に
つ

い
て

理
解

す
る

。

①
災

害
時

の
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
と

し
て

の
役

割
と

機
能

に
つ

い
て

具
体

的
に

説
明

で
き

る
。

②
復

興
支

援
の

課
題

に
つ

い
て

具
体

的
に

指
摘

し
説

明
で

き
る

。
③

防
災

の
先

進
自

治
体

事
例

を
通

し
て

メ
リ

ッ
ト

・
デ

メ
リ

ッ
ト

を
指

摘
し

ト
ー

タ
ル

な
解

決
策

を
提

案
で

き
る

。
④

①
②

③
を

踏
ま

え
て

、
“

地
域

防
災

”
の

視
点

、
“

防
災

福
祉

”
の

考
え

方
、

に
つ

い
て

具
体

的
な

提
案

が
で

き
る

。

1
)

デ
ー

タ
を

整
理

す
る

た
め

に
必

要
な

数
学

の
知

識
を

理
解

で
き

る
。

2
)

デ
ー

タ
を

分
析

す
る

た
め

に
必

要
な

数
学

の
知

識
を

理
解

で
き

る
。

3
)

統
計

を
自

学
自

習
す

る
の

に
必

要
な

数
学

が
理

解
で

き
る

。

1
)

デ
ー

タ
解

析
の

基
礎

を
学

び
、

デ
ー

タ
の

管
理

が
行

え
る

。
2
)

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
の

要
約

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

3
)

デ
ー

タ
か

ら
母

集
団

の
推

定
・

検
定

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

4
)

理
学

療
法

を
行

う
上

で
、

統
計

学
が

ど
の

よ
う

に
用

い
ら

れ
て

い
る

の
か

理
解

で
き

る
。

①
ク

ラ
ウ

ド
サ

ー
ビ

ス
、

I
O
T
、

A
I
の

身
近

な
応

用
事

例
と

そ
の

特
徴

、
仕

組
み

を
説

明
で

き
る

②
保

健
医

療
福

祉
分

野
の

現
場

に
お

け
る

I
C
T
の

活
用

見
込

み
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

①
多

種
多

様
の

人
々

と
協

働
す

る
上

で
大

切
な

傾
聴

力
を

高
め

、
相

手
に

わ
か

り
や

す
く

伝
え

ら
れ

る
②

自
ら

考
え

問
題

点
を

抽
出

し
、

計
画

、
行

動
化

す
る

こ
と

で
自

発
的

の
重

要
性

を
理

解
す

る
③

将
来

の
実

務
リ

ー
ダ

ー
の

役
割

を
担

う
人

材
と

し
て

、
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
本

質
を

理
解

す
る

④
セ

ル
フ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
定

着
さ

せ
る

こ
と

で
、

円
滑

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
で

き
る

よ
う

に
な

る

①
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
基

本
と

な
る

ヒ
ュ

ー
マ

ン
ス

キ
ル

に
つ

い
て

理
解

で
き

る
状

態
。

②
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

と
は

何
か

を
理

解
で

き
、

実
際

に
自

分
の

身
近

な
場

所
で

実
践

で
き

る
状

態
。

③
自

分
自

身
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
と

特
徴

は
何

か
を

理
解

で
き

る
状

態
。

①
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
に

つ
い

て
概

要
を

理
解

す
る

。
②

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

の
社

会
的

役
割

を
理

解
す

る
。

③
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

概
要

を
理

解
す

る
。

④
自

身
に

お
け

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

位
置

づ
け

を
考

え
る

。

①
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
前

の
準

備
お

よ
び

体
験

を
通

し
た

学
び

か
ら

、
社

会
性

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

を
養

う
。

②
ス

ポ
ー

ツ
分

野
に

お
け

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

目
的

・
意

義
・

役
割

を
理

解
で

き
る

。
③

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

を
通

じ
て

、
様

々
な

立
場

・
価

値
感

・
生

き
方

が
あ

る
こ

と
を

知
り

、
共

生
社

会
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

る
。

①
ボ

ラ
ン

タ
リ

ズ
ム

理
念

に
つ

い
て

理
解

し
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

、
災

害
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
、

国
際

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

新
し

い
公

共
と

い
う

概
念

を
理

解
し

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
へ

の
関

心
を

高
め

る
。

④
自

分
な

り
の

視
点

で
現

在
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
問

題
・

課
題

に
つ

い
て

論
じ

る
こ

と
が

で
き

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

食
と

健
康

R
P
1
-
D
1
0
6
P
2

基
礎

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●

生
物

学
R
P
1
-
D
1
0
7
L
1

基
礎

科
目

2
必

修
講

義
●

解
剖

学
Ⅰ

R
P
2
-
E
1
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

解
剖

学
Ⅱ

R
P
2
-
E
1
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

解
剖

学
実

習
R
P
2
-
E
1
0
3
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

生
理

学
Ⅰ

R
P
2
-
E
1
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

生
理

学
Ⅱ

R
P
2
-
E
1
0
5
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

生
理

学
実

習
R
P
2
-
E
1
0
6
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

運
動

学
Ⅰ

R
P
2
-
E
1
0
7
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

運
動

学
Ⅱ

R
P
2
-
E
2
0
8
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

運
動

学
実

習
R
P
2
-
E
2
0
9
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

運
動

生
理

学
R
P
2
-
E
2
1
0
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

①
食

を
通

し
て

、
健

康
を

維
持

・
増

進
す

る
こ

と
を

理
解

で
き

る
。

②
栄

養
の

バ
ラ

ン
ス

を
考

え
て

料
理

を
選

択
し

、
食

品
を

バ
ラ

ン
ス

よ
く

整
え

て
献

立
を

作
成

し
、

適
切

な
食

生
活

を
実

践
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

③
栄

養
・

調
理

の
知

識
を

理
解

し
、

技
術

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

グ
ル

ー
プ

で
実

技
を

行
う

こ
と

で
、

チ
ー

ム
の

一
員

と
し

て
取

り
組

む
姿

勢
を

養
う

こ
と

が
で

き
る

。

①
個

々
の

生
物

の
あ

ら
ゆ

る
構

造
や

性
質

に
つ

い
て

、
そ

の
特

性
や

機
構

を
分

子
レ

ベ
ル

で
説

明
で

き
る

。
②

生
命

の
起

源
、

生
物

の
多

様
化

、
ヒ

ト
の

起
源

と
進

化
、

そ
し

て
進

化
の

し
く

み
を

説
明

で
き

る
。

③
生

物
の

集
団

、
生

態
系

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
流

れ
を

理
解

し
、

生
物

と
環

境
と

の
か

か
わ

り
を

説
明

で
き

る
。

④
人

間
活

動
に

よ
る

環
境

へ
の

影
響

を
説

明
で

き
る

。

（
１

）
実

習
書

を
読

み
理

解
し

、
（

２
）

デ
ー

タ
を

採
取

し
、

（
３

）
結

果
を

表
・

グ
ラ

フ
等

に
ま

と
め

、
（

４
）

先
行

研
究

・
教

科
書

の
記

載
を

読
み

理
解

し
、

（
５

）
実

験
結

果
を

説
明

（
考

察
）

で
き

る
よ

う
に

な
る

。
年

度
末

に
は

、
目

的
（

背
景

）
に

始
ま

っ
て

考
察

、
引

用
文

献
一

覧
ま

で
の

、
科

学
的

な
形

式
を

踏
ん

だ
レ

ポ
ー

ト
が

書
け

る
よ

う
に

な
る

。

①
身

体
運

動
に

必
要

な
力

学
の

基
礎

を
理

解
す

る
②

各
関

節
の

構
造

，
運

動
，

運
動

に
関

与
す

る
筋

の
作

用
に

つ
い

て
理

解
す

る
③

姿
勢

と
姿

勢
制

御
，

歩
行

運
動

，
運

動
と

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

関
係

に
つ

い
て

理
解

す
る

④
運

動
学

習
の

基
本

概
念

を
理

解
す

る

・
身

体
運

動
を

理
解

す
る

た
め

に
必

要
な

運
動

力
学

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

・
各

関
節

に
お

け
る

筋
骨

格
系

の
構

造
と

機
能

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

・
身

体
運

動
（

寝
返

り
，

起
き

上
が

り
，

立
ち

上
が

り
，

歩
行

動
作

）
を

運
動

学
の

視
点

か
ら

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

①
動

作
分

析
を

行
う

上
で

重
要

な
生

体
力

学
を

理
解

す
る

。
②

上
肢

・
下

肢
・

体
幹

の
運

動
器

と
動

作
を

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

日
常

生
活

動
作

上
で

重
要

な
動

作
を

相
に

区
分

し
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

各
種

検
査

機
器

か
ら

得
ら

れ
る

デ
ー

タ
を

分
析

し
、

考
察

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

・
運

動
が

身
体

に
及

ぼ
す

影
響

（
筋

，
循

環
，

呼
吸

，
関

節
，

体
温

，
内

分
泌

，
栄

養
）

を
運

動
生

理
学

の
視

点
か

ら
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
・

疾
患

に
対

す
る

運
動

の
意

義
を

運
動

生
理

学
の

視
点

か
ら

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

①
骨

を
形

状
に

よ
り

分
類

し
、

骨
の

連
結

の
種

類
に

つ
い

て
述

べ
、

関
節

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
出

来
る

。
②

骨
の

名
称

を
列

挙
し

、
各

々
の

骨
に

付
着

す
る

筋
の

起
始

・
停

止
部

位
を

説
明

で
き

る
。

③
人

体
各

部
に

分
布

す
る

筋
を

グ
ル

ー
プ

ご
と

に
列

挙
し

、
そ

れ
ら

の
筋

の
作

用
・

神
経

支
配

を
説

明
で

き
る

。
④

軟
骨

組
織

、
骨

組
織

、
筋

組
織

の
構

造
を

説
明

で
き

る
。

⑤
血

管
系

、
リ

ン
パ

管
系

お
よ

び
リ

ン
パ

様
（

性
）

器
官

（
リ

ン
パ

節
、

脾
臓

、
胸

腺
）

の
構

造
を

説
明

で
き

る
。

①
神

経
組

織
の

構
成

要
素

に
つ

い
て

述
べ

、
そ

れ
ら

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

②
中

枢
神

経
系

（
脳

、
脊

髄
）

を
構

成
す

る
部

位
を

列
挙

し
、

そ
れ

ら
の

構
造

を
説

明
で

き
る

。
③

末
梢

神
経

系
（

脳
脊

髄
神

経
系

、
自

律
神

経
系

）
の

構
造

を
説

明
で

き
る

。
④

眼
球

と
そ

の
付

属
器

、
平

衡
聴

覚
器

お
よ

び
皮

膚
の

構
造

を
説

明
で

き
る

。
⑤

内
臓

を
構

成
す

る
器

官
を

系
統

ご
と

に
列

挙
し

、
そ

れ
ら

器
官

の
肉

眼
お

よ
び

光
学

顕
微

鏡
レ

ベ
ル

の
構

造
を

説
明

で
き

る
。

①
人

体
を

構
成

す
る

骨
の

名
称

を
列

挙
し

、
各

々
の

骨
に

付
着

す
る

筋
の

起
始

、
停

止
部

位
を

説
明

で
き

る
。

②
人

体
各

部
に

分
布

す
る

筋
を

グ
ル

ー
プ

ご
と

に
列

挙
し

、
そ

れ
ら

の
筋

の
作

用
・

神
経

支
配

を
説

明
で

き
る

。
③

内
臓

を
構

成
す

る
器

官
を

系
統

ご
と

に
列

挙
し

、
そ

れ
ら

器
官

の
光

学
顕

微
鏡

レ
ベ

ル
の

構
造

を
説

明
で

き
る

。
④

中
枢

神
経

系
の

各
部

位
に

お
け

る
横

断
面

の
構

造
を

説
明

し
、

上
行

性
お

よ
び

下
行

性
伝

導
路

を
説

明
で

き
る

。

①
個

体
と

し
て

生
存

す
る

た
め

の
個

々
臓

器
が

果
た

す
役

割
を

理
解

し
説

明
で

き
る

。
②

細
胞

膜
、

イ
オ

ン
チ

ャ
ネ

ル
、

担
体

、
膜

電
位

、
シ

ナ
プ

ス
、

筋
収

縮
等

が
分

子
レ

ベ
ル

で
説

明
で

き
る

。
③

心
臓

を
含

む
循

環
器

、
呼

吸
器

、
消

化
器

、
泌

尿
器

の
そ

れ
ぞ

れ
の

機
能

と
個

体
維

持
に

お
け

る
役

割
を

説
明

で
き

る
。

④
代

謝
の

概
念

と
運

動
負

荷
の

定
義

が
説

明
で

き
る

。

①
神

経
系

を
構

成
す

る
部

分
（

感
覚

器
、

末
梢

神
経

系
、

中
枢

神
経

系
）

を
列

挙
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
感

覚
器

の
違

い
と

そ
れ

ぞ
れ

が
ど

の
よ

う
に

活
動

電
位

を
発

生
す

る
か

を
説

明
で

き
る

。
③

中
枢

神
経

系
内

の
神

経
結

合
が

情
報

処
理

を
行

う
機

構
を

説
明

で
き

る
。

④
血

液
・

免
疫

細
胞

の
種

類
を

列
挙

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
役

割
を

説
明

で
き

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

人
間

発
達

学
R
P
2
-
E
1
1
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

臨
床

心
理

学
R
P
2
-
F
1
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

精
神

医
学

R
P
2
-
F
3
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

神
経

内
科

学
R
P
2
-
F
2
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

内
科

学
R
P
2
-
F
2
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

救
急

救
命

の
基

礎
R
P
2
-
F
2
0
5
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

薬
理

学
R
P
2
-
F
3
0
6
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

学
R
P
2
-
G
1
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
概

論
R
P
2
-
G
1
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●
●

公
衆

衛
生

学
R
P
2
-
G
3
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

地
域

福
祉

論
R
P
2
-
G
1
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●

災
害

や
事

故
の

発
生

に
伴

う
局

所
反

応
お

よ
び

呼
吸

・
循

環
・

代
謝

・
そ

の
他

の
機

能
の

評
価

・
判

定
を

理
解

し
て

、
迅

速
な

処
置

を
行

い
、

救
急

搬
送

に
至

る
流

れ
を

理
解

し
、

実
行

で
き

る
能

力
を

獲
得

す
る

こ
と

を
目

標
と

す
る

。

１
）

薬
物

の
使

用
を

規
制

す
る

法
令

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

２
）

薬
物

受
容

体
と

用
量

反
応

関
係

を
説

明
で

き
る

。
３

）
薬

物
効

果
に

影
響

を
及

ぼ
す

要
因

を
説

明
で

き
る

。
４

）
薬

物
の

体
内

動
態

を
説

明
で

き
る

。
５

）
薬

物
の

剤
形

お
よ

び
投

与
方

法
を

説
明

で
き

る
。

６
）

臨
床

で
使

用
さ

れ
る

代
表

的
な

薬
物

の
薬

理
作

用
、

副
作

用
、

臨
床

応
用

、

1
．

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

学
の

概
要

を
理

解
す

る
。

2
．

 
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

に
基

づ
く

診
察

・
評

価
の

基
礎

を
学

習
す

る
。

3
．

 
主

な
障

害
の

病
態

生
理

に
つ

い
て

理
解

す
る

。
4
．

 
主

な
障

害
の

治
療

に
つ

い
て

理
解

す
る

。
5
．

 
主

要
な

疾
患

に
対

す
る

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

学
的

知
識

を
学

習
す

る
。

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
理

念
・

定
義

・
障

害
の

捉
え

方
を

理
解

し
、

作
業

療
法

に
生

か
せ

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
基

礎
的

知
識

を
身

に
付

け
る

。

１
）

用
語

の
定

義
を

正
確

に
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
２

）
発

生
原

因
を

列
挙

で
き

る
。

３
）

機
序

や
病

態
を

説
明

で
き

る
。

４
）

管
理

の
実

際
に

つ
い

て
具

体
的

に
説

明
で

き
る

。
５

）
予

防
法

を
具

体
的

に
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
６

）
関

連
す

る
法

規
を

列
挙

し
、

そ
の

内
容

を
説

明
で

き
る

。

・
各

発
達

期
の

特
徴

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
・

運
動

発
達

、
精

神
発

達
の

関
連

性
を

の
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
人

間
を

発
達

的
な

視
点

か
ら

と
ら

え
、

生
涯

発
達

の
視

点
で

展
望

で
き

る
。

・
人

間
を

発
達

的
な

視
点

で
と

ら
え

る
こ

と
で

、
そ

の
後

に
学

ぶ
臨

床
的

知
識

の
理

解
を

助
け

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
臨

床
心

理
学

で
は

、
患

者
の

ニ
ー

ズ
を

的
確

に
把

握
し

、
患

者
か

ら
信

頼
さ

れ
る

医
療

専
門

職
に

な
る

た
め

に
必

要
不

可
欠

な
対

人
援

助
理

論
、

心
理

検
査

法
、

各
種

心
理

療
法

の
理

論
と

実
際

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

ま
た

、
対

人
援

助
ス

キ
ル

に
つ

い
て

は
模

倣
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

①
精

神
科

的
面

接
法

の
概

念
を

説
明

し
、

そ
れ

に
従

っ
て

面
接

を
実

施
で

き
る

。
②

精
神

科
症

候
学

に
基

づ
き

精
神

症
状

を
測

定
で

き
、

各
種

疾
患

を
鑑

別
で

き
る

。
③

精
神

障
害

の
特

性
を

理
解

し
配

慮
で

き
る

。
④

身
体

疾
患

を
持

つ
方

に
対

し
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

ケ
ア

の
視

点
を

も
っ

て
接

す
る

こ
と

が
で

き
る

。

①
神

経
疾

患
の

理
解

の
基

礎
と

な
る

神
経

系
解

剖
と

働
き

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
②

神
経

疾
患

の
診

断
に

必
要

な
画

像
診

断
に

つ
い

て
、

そ
の

働
き

と
実

際
の

画
像

診
断

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
③

各
種

神
経

疾
患

に
つ

い
て

、
病

態
、

症
状

、
診

断
法

、
治

療
法

な
ど

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
④

神
経

疾
患

の
診

断
、

障
害

の
評

価
な

ど
に

つ
い

て
の

診
療

技
術

を
習

得
で

き
る

内
科

疾
患

（
循

環
器

疾
患

、
呼

吸
器

疾
患

、
消

化
器

疾
患

、
内

分
泌

・
代

謝
疾

患
、

血
液

疾
患

、
腎

臓
疾

患
、

膠
原

病
）

に
つ

い
て

以
下

を
目

標
に

す
る

。
①

疾
患

を
分

類
し

、
そ

れ
ぞ

れ
の

病
因

・
病

態
の

概
要

を
説

明
で

き
る

。
②

代
表

的
な

疾
患

の
発

症
様

式
と

症
候

、
診

断
の

要
点

を
説

明
で

き
る

。
③

代
表

的
な

疾
患

の
治

療
と

予
後

に
つ

い
て

概
説

で
き

る
。

①
「

地
域

」
「

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

」
と

は
何

か
に

つ
い

て
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

地
域

福
祉

の
歴

史
展

開
と

現
代

と
の

関
係

性
に

つ
い

て
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

自
分

な
り

の
視

点
で

現
在

の
地

域
福

祉
の

課
題

に
つ

い
て

論
じ

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
通

じ
て

N
P
O
法

人
へ

の
理

解
を

深
め

、
設

立
方

法
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅰ
R
P
2
-
G
3
0
5
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

●
●

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅱ
R
P
2
-
G
4
0
6
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

予
防

理
学

療
法

R
P
2
-
G
3
0
7
L
2

職
業

専
門

科
目

2
選

択
講

義
●

●
●

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

療
工

学
R
P
2
-
G
3
0
8
S
2

職
業

専
門

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

基
礎

理
学

療
法

概
論

R
P
2
-
H
1
0
1
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

●
●

理
学

療
法

研
究

法
R
P
2
-
H
3
0
2
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●

運
動

療
法

学
総

論
R
P
2
-
H
1
0
3
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

●
●

理
学

療
法

管
理

学
Ⅰ

R
P
2
-
I
2
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

理
学

療
法

管
理

学
Ⅱ

R
P
2
-
I
3
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
R
P
2
-
J
1
0
1
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
実

習
R
P
2
-
J
1
0
2
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

・
予

防
理

学
療

法
に

関
連

す
る

制
度

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

・
予

防
理

学
療

法
の

領
域

を
説

明
で

き
る

。
・

各
領

域
に

お
け

る
予

防
理

学
療

法
の

役
割

・
活

動
内

容
を

説
明

で
き

る
。

 

①
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
療

工
学

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

各
計

測
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

、
各

計
測

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

③
各

工
学

的
ア

プ
ロ

ー
チ

を
理

解
し

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
視

点
か

ら
期

待
で

き
る

効
果

を
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

、
そ

れ
ぞ

れ
の

工
学

的
ア

プ
ロ

ー
チ

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

①
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

と
理

学
療

法
を

理
解

し
、

理
学

療
法

の
治

療
と

し
て

の
運

動
療

法
を

説
明

で
き

る
。

②
運

動
療

法
の

種
類

を
学

び
、

各
種

の
内

容
と

目
的

、
効

果
を

説
明

で
き

る
。

③
運

動
療

法
の

適
応

と
禁

忌
を

学
び

、
身

体
機

能
や

障
害

に
応

じ
て

適
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

運
動

療
法

の
効

果
を

予
測

し
、

日
常

生
活

の
自

立
度

と
関

連
付

け
る

こ
と

が
で

き
る

。

①
関

連
法

規
、

制
度

と
理

学
療

法
士

の
業

務
を

関
連

づ
け

る
こ

と
が

出
来

る
。

②
理

学
療

法
部

門
の

管
理

運
営

方
法

を
説

明
で

き
る

。
③

医
療

制
度

・
介

護
制

度
と

理
学

療
法

業
務

を
関

連
づ

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

診
療

記
録

の
目

的
と

適
切

な
記

録
方

法
を

説
明

で
き

る
。

①
組

織
や

地
域

に
お

け
る

理
学

療
法

士
の

役
目

に
つ

い
て

述
べ

ら
れ

る
②

多
職

種
連

携
に

必
要

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
理

解
し

実
践

で
き

る
③

理
学

療
法

士
に

必
要

な
管

理
と

マ
ネ

ー
ジ

メ
ン

ト
に

つ
い

て
述

べ
ら

れ
る

④
社

会
に

求
め

ら
れ

る
理

学
療

法
士

像
を

述
べ

ら
れ

る
。

①
理

学
療

法
評

価
の

目
的

と
臨

床
意

思
決

定
プ

ロ
セ

ス
（

統
合

と
解

釈
）

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

②
情

報
収

集
を

も
と

に
評

価
項

目
を

選
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

I
C
F
に

お
け

る
障

害
に

対
応

し
て

、
障

害
の

意
味

を
説

明
で

き
る

。
④

記
録

と
報

告
の

方
法

と
注

意
事

項
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
⑤

理
学

療
法

評
価

の
基

礎
的

な
項

目
に

つ
い

て
、

そ
れ

ぞ
れ

の
目

的
、

内
容

、
方

法
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。

①
医

療
面

接
お

よ
び

情
報

収
集

を
理

解
し

て
実

施
で

き
る

。
②

バ
イ

タ
ル

サ
イ

ン
、

形
態

計
測

、
反

射
に

つ
い

て
理

解
し

て
実

施
で

き
る

。
③

体
性

感
覚

検
査

に
つ

い
て

理
解

し
て

実
施

で
き

る
。

④
関

節
可

動
域

測
定

お
よ

び
筋

力
検

査
を

理
解

し
て

実
施

で
き

る
。

⑤
協

調
運

動
機

能
検

査
、

バ
ラ

ン
ス

検
査

、
運

動
耐

用
能

に
つ

い
て

理
解

し
て

実
施

で
き

る
。

一
般

目
標

（
G
I
O
）

地
域

共
生

、
関

連
専

門
職

の
連

携
を

理
解

し
、

理
学

療
法

士
と

し
て

何
を

す
べ

き
か

説
明

が
で

き
る

行
動

目
標

（
S
B
O
）

①
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

概
要

を
理

解
し

、
説

明
で

き
る

②
地

域
に

お
け

る
関

連
す

る
各

専
門

職
の

役
割

を
説

明
で

き
る

③
当

事
者

で
あ

る
本

人
と

そ
の

家
族

を
中

心
と

し
た

連
携

・
協

働
に

つ
い

て
概

要
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
④

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
専

門
職

に
求

め
ら

れ
る

知
識

・
技

能
を

説
明

で
き

る

①
地

域
住

民
や

地
域

で
実

践
を

行
う

さ
ま

ざ
ま

な
人

々
と

連
携

協
働

す
る

た
め

の
基

礎
力

を
養

成
す

る
。

②
地

域
で

の
保

健
医

療
に

関
す

る
現

状
や

ニ
ー

ズ
の

把
握

、
課

題
抽

出
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

。
③

地
域

に
お

け
る

保
健

医
療

分
野

に
対

し
て

自
ら

の
専

門
性

を
活

か
し

た
包

括
的

支
援

体
制

に
つ

い
て

考
察

で
き

る
。

①
専

門
職

と
し

て
の

理
学

療
法

士
に

な
る

た
め

の
自

分
自

身
の

課
題

を
明

確
に

し
、

そ
の

克
服

の
た

め
に

必
要

な
取

り
組

み
方

法
や

、
具

体
的

に
必

要
な

知
識

や
技

術
な

ど
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
②

理
学

療
法

業
務

内
容

お
よ

び
理

学
療

法
士

の
役

割
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
③

理
学

療
法

の
対

象
と

な
る

疾
患

、
障

害
と

の
関

連
性

に
つ

い
て

理
解

し
、

必
要

な
理

学
療

法
手

段
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
④

治
療

医
学

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

と
理

学
療

法
の

位
置

づ
け

と
、

そ
の

概
要

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

①
理

学
療

法
に

お
け

る
疑

問
点

の
解

決
方

法
を

説
明

で
き

る
②

研
究

の
立

案
と

実
行

お
よ

び
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

が
実

施
き

る
③

論
文

の
構

成
を

理
解

し
，

要
点

を
ま

と
め

る
こ

と
が

で
き

る

5



授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

R
P
2
-
J
2
0
3
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

実
習

R
P
2
-
J
2
0
4
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

神
経

理
学

療
法

評
価

学
R
P
2
-
J
2
0
5
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

神
経

理
学

療
法

評
価

学
実

習
R
P
2
-
J
2
0
6
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

内
部

障
害

理
学

療
法

評
価

学
R
P
2
-
J
3
0
7
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

内
部

障
害

理
学

療
法

評
価

学
実

習
R
P
2
-
J
3
0
8
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

物
理

療
法

学
R
P
2
-
K
3
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

物
理

療
法

学
実

習
R
P
2
-
K
3
0
2
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

到
達

目
標

は
、

チ
ー

ム
医

療
に

お
い

て
内

科
系

障
害

理
学

療
法

の
臨

床
的

位
置

づ
け

と
介

入
方

法
の

判
断

す
る

こ
と

を
考

え
る

こ
と

が
出

来
、

対
象

患
者

へ
の

リ
ス

ク
層

別
と

運
動

処
方

を
臨

機
応

変
に

理
学

療
法

計
画

へ
組

み
込

め
る

こ
と

①
フ

ィ
ジ

カ
ル

サ
イ

ン
を

正
確

に
と

ら
え

て
、

正
し

く
計

測
す

る
こ

と
が

で
き

る
②

運
動

中
の

フ
ィ

ジ
カ

ル
サ

イ
ン

を
正

確
に

計
測

す
る

こ
と

が
で

き
る

③
運

動
負

荷
方

法
に

よ
り

、
フ

ィ
ジ

カ
ル

サ
イ

ン
の

反
応

が
異

な
る

こ
と

を
理

解
で

き
る

④
運

動
負

荷
強

度
と

酸
素

摂
取

量
、

心
拍

数
の

関
連

性
を

理
解

で
き

る
⑤

無
酸

素
性

代
謝

閾
値

に
つ

い
て

理
解

で
き

る
⑥

肺
機

能
検

査
及

び
経

皮
的

酸
素

飽
和

度
を

理
解

し
、

正
し

く
計

測
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑦

心
電

図
の

計
測

方
法

と
波

形
を

理
解

す
る

⑧
内

部
障

害
に

お
け

る
画

像
評

価
を

理
解

す
る

物
理

療
法

の
概

要
と

生
理

学
的

作
用

、
実

施
方

法
と

実
施

上
注

意
す

べ
き

事
項

、
適

応
と

禁
忌

、
治

療
効

果
に

つ
い

て
理

解
し

、
説

明
で

き
る

。
ま

た
、

こ
れ

ら
を

適
用

す
る

に
あ

た
り

、
リ

ス
ク

の
管

理
と

安
全

性
を

考
慮

し
た

技
能

を
身

に
つ

け
る

。

①
機

器
の

操
作

方
法

を
正

し
く

理
解

し
、

物
理

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

特
性

、
生

体
組

織
の

反
応

を
十

分
に

把
握

す
る

。
②

温
熱

刺
激

、
機

械
的

刺
激

の
効

果
を

理
解

し
、

各
種

物
理

療
法

の
目

的
、

手
順

、
リ

ス
ク

管
理

に
つ

い
て

理
解

し
遂

行
で

き
る

。
③

物
理

療
法

の
生

体
へ

の
影

響
、

特
徴

、
適

応
と

禁
忌

を
学

習
し

、
適

応
と

な
る

疾
患

に
つ

い
て

推
測

、
考

察
で

き
る

。

①
骨

･
関

節
機

能
の

評
価

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

②
骨

格
筋

機
能

の
評

価
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
③

整
形

外
科

系
の

特
殊

検
査

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

④
姿

勢
、

動
作

の
分

析
か

ら
派

生
す

る
運

動
器

系
の

問
題

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

①
運

動
器

理
学

療
法

評
価

で
用

い
る

一
般

的
な

理
学

療
法

検
査

・
測

定
を

実
施

で
き

る
よ

う
に

な
る

。
②

検
査

結
果

の
解

釈
が

で
き

る
よ

う
に

な
る

。
③

理
学

療
法

目
標

、
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
設

定
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

①
神

経
学

的
諸

検
査

の
意

義
が

説
明

で
き

る
②

神
経

学
的

検
査

が
実

施
で

き
る

③
脳

の
構

造
と

役
割

が
説

明
で

き
る

①
意

識
レ

ベ
ル

の
診

か
た

に
つ

い
て

、
評

価
方

法
ご

と
に

説
明

、
実

施
で

き
る

。
②

神
経

疾
患

に
対

す
る

筋
緊

張
の

評
価

を
説

明
、

実
施

で
き

る
。

③
反

射
の

検
査

（
深

部
腱

反
射

、
病

的
反

射
）

に
つ

い
て

説
明

、
実

施
で

き
る

。
④

感
覚

検
査

（
表

在
感

覚
、

深
部

感
覚

）
に

つ
い

て
説

明
、

実
施

で
き

る
。

⑤
中

枢
神

経
疾

患
に

対
す

る
片

麻
痺

検
査

に
つ

い
て

、
説

明
、

実
施

で
き

る
。

⑥
協

調
性

の
検

査
に

つ
い

て
説

明
、

実
施

で
き

る
。

⑦
脳

神
経

検
査

に
つ

い
て

説
明

、
実

施
で

き
る

。
⑧

高
次

脳
機

能
障

害
に

関
す

る
検

査
方

法
に

つ
い

て
説

明
、

実
施

で
き

る
。

⑨
神

経
疾

患
患

者
に

お
け

る
基

本
動

作
や

歩
行

の
動

作
分

析
が

で
き

る
。

チ
ー

ム
医

療
に

対
応

す
る

べ
く

、
内

部
障

害
理

学
療

法
評

価
の

臨
床

的
位

置
づ

け
と

評
価

方
法

に
つ

い
て

理
解

し
習

得
す

る
こ

と
①

糖
尿

病
お

よ
び

肥
満

症
の

病
態

を
理

解
、

把
握

し
た

上
で

理
学

療
法

評
価

法
を

選
択

で
き

る
②

糖
尿

病
の

合
併

症
を

理
解

し
、

安
全

に
理

学
療

法
評

価
を

実
施

す
る

た
め

の
注

意
点

を
理

解
で

き
る

③
急

性
お

よ
び

慢
性

閉
塞

性
呼

吸
器

疾
患

の
病

態
を

理
解

、
把

握
し

た
上

で
理

学
療

法
評

価
方

法
を

選
択

で
き

る
④

急
性

お
よ

び
慢

性
閉

塞
性

呼
吸

器
疾

患
の

病
期

に
応

じ
た

理
学

療
法

評
価

方
法

を
選

択
で

き
る

⑤
急

性
お

よ
び

慢
性

閉
塞

性
呼

吸
器

疾
患

の
合

併
症

を
理

解
し

、
安

全
に

理
学

療
法

評
価

方
法

を
実

施
す

る
た

め
の

注
意

点
を

理
解

で
き

る
⑥

虚
血

性
心

疾
患

お
よ

び
慢

性
心

不
全

の
病

態
を

理
解

、
把

握
し

た
上

で
理

学
療

法
評

価
方

法
を

選
択

で
き

る
⑦

虚
血

性
心

疾
患

お
よ

び
慢

性
心

不
全

の
病

期
に

応
じ

た
理

学
療

法
評

価
方

法
を

選
択

で
き

る
⑧

虚
血

性
心

疾
患

お
よ

び
慢

性
心

不
全

の
合

併
症

を
理

解
し

、
安

全
に

理
学

療
法

評
価

方
法

を
実

施
す

る
た

め
の

注
意

点
を

理
解

で
き

る
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

義
肢

装
具

学
R
P
2
-
K
3
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

義
肢

装
具

学
実

習
R
P
2
-
K
3
0
4
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

日
常

生
活

活
動

学
R
P
2
-
K
2
0
5
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

日
常

生
活

活
動

学
実

習
R
P
2
-
K
2
0
6
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

●

運
動

器
理

学
療

法
学

R
P
2
-
K
2
0
7
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

運
動

器
理

学
療

法
学

実
習

R
P
2
-
K
2
0
8
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

神
経

理
学

療
法

学
R
P
2
-
K
2
0
9
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

神
経

理
学

療
法

学
実

習
R
P
2
-
K
2
1
0
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

内
部

障
害

理
学

療
法

学
R
P
2
-
K
3
1
1
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

内
部

障
害

理
学

療
法

学
実

習
R
P
2
-
K
3
1
2
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

①
切

断
の

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

把
握

す
る

。
②

股
義

足
、

大
腿

義
足

、
下

腿
義

足
、

サ
イ

ム
義

足
の

構
造

と
機

能
を

理
解

し
説

明
で

き
る

。
③

義
足

歩
行

を
分

析
し

、
異

常
が

観
察

さ
れ

る
際

に
適

切
な

対
応

が
取

れ
る

。
④

短
下

肢
装

具
、

長
下

肢
装

具
、

上
肢

装
具

、
体

幹
装

具
の

種
類

と
機

能
、

適
応

と
な

る
疾

患
や

症
状

を
説

明
で

き
る

。
⑤

義
肢

お
よ

び
装

具
の

チ
ェ

ッ
ク

ア
ウ

ト
が

実
施

で
き

る
。

①
義

足
の

適
合

お
よ

び
義

足
歩

行
に

つ
い

て
理

解
し

、
異

常
歩

行
の

原
因

の
究

明
と

対
処

法
を

提
案

で
き

る
。

②
各

種
装

具
の

疾
患

別
適

応
お

よ
び

適
合

と
評

価
に

つ
い

て
理

解
し

、
適

合
判

定
と

効
果

判
定

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

①
脳

の
構

造
お

よ
び

機
能

を
説

明
で

き
る

。
②

脳
血

管
疾

患
に

よ
っ

て
生

じ
う

る
障

害
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
③

脳
血

管
疾

患
患

者
に

対
し

て
実

施
す

る
検

査
、

測
定

お
よ

び
理

学
療

法
の

基
本

的
な

手
技

が
実

施
で

き
る

。
④

神
経

筋
疾

患
患

者
に

対
し

て
実

施
す

る
検

査
、

測
定

お
よ

び
理

学
療

法
の

基
本

的
な

手
技

が
実

施
で

き
る

。

チ
ー

ム
医

療
に

対
応

す
る

べ
く

、
内

部
障

害
に

か
か

わ
る

内
科

系
疾

患
に

よ
る

障
害

を
有

す
る

対
象

者
へ

の
理

学
療

法
の

臨
床

的
位

置
づ

け
と

介
入

方
法

や
生

活
習

慣
病

に
対

す
る

健
康

増
進

つ
い

て
理

解
し

習
得

す
る

こ
と

①
糖

尿
病

お
よ

び
肥

満
症

の
病

態
を

理
解

、
把

握
し

た
上

で
理

学
療

法
を

選
択

で
き

る
②

糖
尿

病
の

合
併

症
を

理
解

し
、

安
全

に
理

学
療

法
を

実
施

す
る

た
め

の
注

意
点

を
理

解
で

き
る

③
急

性
お

よ
び

慢
性

閉
塞

性
呼

吸
器

疾
患

の
病

態
を

理
解

、
把

握
し

た
上

で
理

学
療

法
を

選
択

で
き

る
④

急
性

お
よ

び
慢

性
閉

塞
性

呼
吸

器
疾

患
の

病
期

に
応

じ
た

理
学

療
法

を
選

択
で

き
る

⑤
急

性
お

よ
び

慢
性

閉
塞

性
呼

吸
器

疾
患

の
合

併
症

を
理

解
し

、
安

全
に

理
学

療
法

を
実

施
す

る
た

め
の

注
意

点
を

理
解

で
き

る
⑥

虚
血

性
心

疾
患

お
よ

び
慢

性
心

不
全

の
病

態
を

理
解

、
把

握
し

た
上

で
理

学
療

法
を

選
択

で
き

る
⑦

虚
血

性
心

疾
患

お
よ

び
慢

性
心

不
全

の
病

期
に

応
じ

た
理

学
療

法
を

選
択

で
き

る
⑧

虚
血

性
心

疾
患

お
よ

び
慢

性
心

不
全

の
合

併
症

を
理

解
し

、
安

全
に

理
学

療
法

を
実

施
す

る
た

め
の

注
意

点
を

理
解

で
き

る

到
達

目
標

は
、

チ
ー

ム
医

療
に

お
い

て
内

科
系

障
害

理
学

療
法

の
臨

床
的

位
置

づ
け

と
介

入
方

法
の

判
断

す
る

こ
と

を
考

え
る

こ
と

が
出

来
、

対
象

患
者

へ
の

リ
ス

ク
層

別
と

運
動

処
方

を
臨

機
応

変
に

理
学

療
法

計
画

へ
組

み
込

め
る

こ
と

①
フ

ィ
ジ

カ
ル

サ
イ

ン
を

正
確

に
と

ら
え

て
、

正
し

く
計

測
す

る
こ

と
が

で
き

る
②

運
動

中
の

フ
ィ

ジ
カ

ル
サ

イ
ン

を
正

確
に

計
測

す
る

こ
と

が
で

き
る

③
運

動
負

荷
方

法
に

よ
り

、
フ

ィ
ジ

カ
ル

サ
イ

ン
の

反
応

が
異

な
る

こ
と

を
理

解
で

き
る

④
運

動
負

荷
強

度
と

酸
素

摂
取

量
、

心
拍

数
の

関
連

性
を

理
解

で
き

る
⑤

無
酸

素
性

代
謝

閾
値

に
つ

い
て

理
解

で
き

る
⑥

肺
機

能
検

査
及

び
経

皮
的

酸
素

飽
和

度
を

理
解

し
、

正
し

く
計

測
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑦

呼
吸

理
学

療
法

の
標

準
的

手
技

と
喀

痰
吸

引
を

理
解

し
、

模
倣

す
る

こ
と

が
で

き
る

⑧
A
E
D
を

用
い

た
一

次
救

命
法

を
理

解
し

、
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る

①
日

常
生

活
活

動
の

定
義

や
概

念
を

理
解

す
る

。
②

代
表

的
な

評
価

方
法

を
理

解
し

、
説

明
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

③
代

表
的

な
自

助
具

や
福

祉
用

具
に

つ
い

て
理

解
し

、
選

択
・

適
合

が
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

④
各

疾
患

の
日

常
生

活
動

作
の

特
徴

を
理

解
す

る
。

⑤
各

疾
患

の
病

態
や

障
害

を
理

解
し

、
適

切
な

指
導

方
法

を
立

案
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

①
A
D
L
動

作
を

評
価

で
き

る
②

正
常

な
基

本
動

作
，

歩
行

動
作

の
運

動
学

的
分

析
が

で
き

る
③

代
表

的
な

疾
患

の
A
D
L
を

評
価

で
き

，
動

作
の

模
倣

・
指

導
が

で
き

る
④

各
種

疾
患

に
対

し
使

用
す

る
福

祉
機

器
の

用
途

と
特

徴
に

つ
い

て
，

理
解

し
，

処
方

す
る

こ
と

が
で

き
る

①
運

動
器

に
関

わ
る

疾
患

と
機

能
障

害
･
形

態
障

害
お

よ
び

活
動

制
限

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

②
各

運
動

器
疾

患
に

対
す

る
理

学
療

法
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。

一
般

目
標

（
G
I
O
）

：
 
 
各

疾
患

で
の

リ
ス

ク
管

理
を

考
慮

し
た

上
で

必
要

な
知

識
・

治
療

技
術

を
身

に
つ

け
る

。
行

動
目

標
（

S
B
O
）

：
①

各
疾

患
の

病
態

・
特

徴
を

時
期

に
合

わ
せ

て
説

明
で

き
る

②
評

価
、

治
療

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

作
成

と
一

連
の

流
れ

を
理

解
し

、
リ

ス
ク

管
理

を
理

解
し

た
上

で
、

治
療

が
で

き
る

①
脳

画
像

か
ら

基
本

的
領

域
名

と
役

割
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
患

者
の

問
題

点
に

対
す

る
適

切
な

検
査

を
選

択
し

、
基

本
的

な
検

査
を

実
施

で
き

る
。

③
実

施
す

る
理

学
療

法
治

療
を

根
拠

に
基

づ
い

て
説

明
で

き
る

。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

小
児

理
学

療
法

学
R
P
2
-
K
3
1
3
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

高
齢

者
理

学
療

法
学

R
P
2
-
K
3
1
4
L
1

●
職

業
専

門
科

目
2

必
修

講
義

●
●

●
●

ス
ポ

ー
ツ

理
学

療
法

学
実

習
R
P
2
-
K
3
1
5
P
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
実

験
・

実
習

●
●

●

健
康

寿
命

の
延

伸
R
P
2
-
K
3
1
6
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

R
P
2
-
K
3
1
7
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

ア
ス

レ
テ

ィ
ッ

ク
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

R
P
2
-
K
3
1
8
S
2

職
業

専
門

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

生
活

環
境

学
R
P
2
-
L
3
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●
●

地
域

連
携

学
R
P
2
-
L
3
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●

地
域

理
学

療
法

学
R
P
2
-
L
3
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●
●

見
学

実
習

R
P
2
-
M
1
0
1
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

検
査

・
測

定
実

習
R
P
2
-
M
2
0
2
P
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

①
ア

ス
レ

テ
ィ

ッ
ク

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

概
要

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
②

競
技

特
性

に
合

わ
せ

た
ス

ポ
ー

ツ
外

傷
、

ス
ポ

ー
ツ

障
害

予
防

の
た

め
の

方
策

を
説

明
で

き
る

③
競

技
種

目
や

選
手

特
性

に
合

わ
せ

た
ア

ス
レ

テ
ィ

ッ
ク

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
立

案
で

き
る

④
ア

ス
レ

テ
ィ

ッ
ク

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
基

本
的

実
技

を
実

践
で

き
る

 

①
健

康
お

よ
び

健
康

寿
命

の
概

念
に

つ
い

て
多

角
的

に
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
②

健
康

寿
命

の
延

伸
の

た
め

の
課

題
に

つ
い

て
多

角
的

に
説

明
で

き
る

③
健

康
寿

命
の

延
伸

の
た

め
に

理
学

療
法

士
が

で
き

る
こ

と
を

説
明

し
、

企
画

･
実

践
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

・
姿

勢
運

動
発

達
の

正
常

性
・

異
常

性
に

つ
い

て
理

解
・

説
明

が
出

来
る

。
・

脳
性

麻
痺

児
の

臨
床

像
、

評
価

、
治

療
・

介
入

原
則

に
つ

い
て

理
解

・
説

明
が

出
来

る
。

・
整

形
外

科
疾

患
児

、
呼

吸
器

疾
患

児
な

ど
の

臨
床

像
、

評
価

、
治

療
・

介
入

原
則

に
つ

い
て

理
解

・
説

明
が

出
来

る
。

・
小

児
理

学
療

法
が

必
要

と
な

る
多

様
な

疾
患

に
つ

い
て

、
理

解
・

説
明

が
出

来
る

。

①
高

齢
者

の
多

種
多

様
な

経
験

を
敬

い
理

解
し

て
、

医
療

技
術

者
と

し
て

接
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
加

齢
に

伴
う

身
体

機
能

・
精

神
機

能
の

変
化

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

高
齢

者
を

取
り

巻
く

地
域

医
療

・
在

宅
医

療
の

仕
組

み
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
④

高
齢

者
の

Q
O
L
・

A
D
L
を

高
め

る
理

学
療

法
を

説
明

で
き

る
。

①
各

ス
ポ

ー
ツ

に
特

有
な

外
傷

・
障

害
を

理
解

し
，

障
害

に
対

す
る

問
題

点
を

抽
出

す
る

こ
と

が
で

き
る

②
競

技
特

性
に

応
じ

た
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

計
画

を
立

案
し

，
プ

ロ
グ

ラ
ム

メ
ニ

ュ
ー

を
模

倣
す

る
こ

と
が

で
き

る
③

ス
ポ

ー
ツ

傷
害

に
お

け
る

応
急

処
置

か
ら

ア
ス

レ
チ

ッ
ク

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

進
め

る
こ

と
が

で
き

る
④

各
ス

ポ
ー

ツ
に

お
け

る
外

傷
・

障
害

の
予

防
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
作

成
す

る
こ

と
が

で
き

る

①
地

域
社

会
に

お
け

る
日

常
生

活
活

動
と

社
会

環
境

を
理

解
し

、
そ

の
相

互
性

を
説

明
で

き
る

。
②

地
域

社
会

を
支

え
る

行
政

や
各

種
法

制
度

を
学

び
、

生
活

実
態

と
関

連
付

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

在
宅

に
お

け
る

医
療

・
保

健
・

福
祉

を
理

解
し

、
利

用
者

情
報

に
適

し
た

サ
ー

ビ
ス

を
選

択
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
種

々
の

サ
ー

ビ
ス

内
容

と
理

学
療

法
を

関
連

付
け

、
適

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

①
地

域
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

を
理

解
し

地
域

理
学

療
法

を
説

明
で

き
る

。
②

地
域

連
携

に
関

連
す

る
職

種
を

列
挙

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
職

種
の

役
割

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

チ
ー

ム
リ

ハ
に

必
要

な
職

種
間

の
利

用
者

情
報

を
関

連
付

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

利
用

者
情

報
に

適
し

た
サ

ー
ビ

ス
を

選
択

し
、

結
果

を
予

測
し

説
明

で
き

る
。

①
保

健
医

療
の

観
点

か
ら

地
域

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
に

お
け

る
理

学
療

法
士

の
役

割
を

説
明

で
き

る
。

②
医

療
保

険
や

介
護

保
険

の
仕

組
み

や
在

宅
医

療
・

介
護

の
推

進
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
③

地
域

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
に

お
け

る
他

職
種

の
理

解
と

多
職

種
連

携
の

必
要

性
を

説
明

で
き

る
。

④
高

齢
者

や
障

が
い

者
の

生
活

支
援

方
法

を
提

案
で

き
る

。

①
一

般
的

な
理

学
療

法
対

象
者

の
概

要
を

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

②
理

学
療

法
士

の
業

務
や

守
秘

義
務

等
の

責
務

に
つ

い
て

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

③
実

習
施

設
に

お
け

る
各

職
種

の
業

務
や

責
務

に
つ

い
て

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

④
理

学
療

法
を

学
ぶ

学
生

と
し

て
の

基
本

的
態

度
・

資
質

を
養

う
こ

と
が

で
き

る
⑤

理
学

療
法

の
見

学
を

踏
ま

え
て

、
理

学
療

法
へ

の
関

心
を

深
め

、
学

修
意

欲
を

高
め

る
こ

と
が

で
き

る
⑥

簡
単

な
理

学
療

法
の

補
助

業
務

を
経

験
す

る
こ

と
が

で
き

る

①
在

宅
医

療
や

介
護

に
つ

い
て

の
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

②
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
に

お
け

る
理

学
療

法
士

の
役

割
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
③

在
宅

医
療

や
介

護
予

防
･
介

護
支

援
に

つ
い

て
理

学
療

法
士

の
役

割
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

①
理

学
療

法
対

象
者

へ
適

切
な

検
査

・
測

定
項

目
を

挙
げ

、
検

査
・

測
定

の
目

的
・

手
順

を
説

明
で

き
る

②
臨

床
実

習
指

導
者

の
指

示
に

従
っ

て
、

検
査

・
測

定
を

実
践

で
き

る
③

検
査

・
測

定
結

果
を

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

と
と

も
に

、
正

確
に

記
録

し
報

告
で

き
る

④
提

示
さ

れ
た

禁
忌

・
注

意
事

項
や

個
人

情
報

等
の

守
秘

義
務

を
厳

守
で

き
る

⑤
理

学
療

法
対

象
者

へ
の

配
慮

な
ら

び
に

リ
ス

ク
管

理
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

⑥
臨

床
実

習
指

導
者

の
も

と
で

、
理

学
療

法
対

象
者

、
関

連
ス

タ
ッ

フ
と

良
好

な
関

係
を

築
く

こ
と

が
で

き
る

⑦
理

学
療

法
士

を
志

す
観

点
で

行
動

し
、

適
宜

、
臨

床
実

習
指

導
者

へ
報

告
・

連
絡

・
相

談
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

8



授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

評
価

実
習

R
P
2
-
M
4
0
3
P
1

職
業

専
門

科
目

8
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

総
合

実
習

R
P
2
-
M
4
0
4
P
1

職
業

専
門

科
目

8
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●
●

●
●

地
域

実
習

R
P
2
-
M
4
0
5
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●
●

●
●

共
生

社
会

の
展

開
と

実
践

R
P
3
-
N
3
0
1
S
1

展
開

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

共
生

福
祉

論
R
P
3
-
O
1
0
1
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス

テ
ム

工
学

Ⅰ
R
P
3
-
O
2
0
2
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス

テ
ム

工
学

Ⅱ
R
P
3
-
O
3
0
3
S
1

●
展

開
科

目
1

必
修

演
習

●
●

コ
ー

チ
ン

グ
の

理
論

と
ス

ポ
ー

ツ
と

の
連

携
Ⅰ

R
P
3
-
O
2
0
4
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●
●

●

コ
ー

チ
ン

グ
の

理
論

と
ス

ポ
ー

ツ
と

の
連

携
Ⅱ

R
P
3
-
O
3
0
5
S
2

展
開

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

●

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス

ポ
ー

ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅰ

R
P
3
-
O
2
0
6
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●
●

①
「

障
が

い
者

の
社

会
参

加
」

に
つ

い
て

考
え

を
深

め
る

。
②

障
が

い
者

ス
ポ

ー
ツ

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
る

。
③

障
が

い
者

ス
ポ

ー
ツ

及
び

そ
の

教
育

活
動

の
普

及
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

 

①
評

価
実

習
を

通
じ

て
理

学
療

法
及

び
理

学
療

法
士

の
役

割
を

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

理
学

療
法

対
象

者
へ

の
配

慮
と

個
人

情
報

等
の

守
秘

義
務

を
厳

守
し

、
リ

ス
ク

管
理

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

③
理

学
療

法
対

象
者

に
対

し
適

切
な

評
価

項
目

を
挙

げ
て

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

④
実

施
し

た
理

学
療

法
評

価
か

ら
理

学
療

法
上

の
問

題
点

を
抽

出
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑤

実
施

し
た

理
学

療
法

評
価

よ
り

適
切

な
理

学
療

法
目

標
を

設
定

で
き

る
⑥

実
習

指
導

者
の

指
導

の
も

と
で

理
学

療
法

対
象

者
に

適
応

し
た

理
学

療
法

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

作
成

で
き

る
⑦

情
報

収
集

や
理

学
療

法
評

価
に

必
要

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

を
形

成
し

、
記

録
と

報
告

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
 

①
臨

床
実

習
施

設
に

お
け

る
理

学
療

法
及

び
理

学
療

法
士

の
役

割
を

理
解

し
行

動
す

る
こ

と
が

で
き

る
②

理
学

療
法

対
象

者
に

対
し

て
適

切
な

配
慮

と
情

報
収

集
と

個
人

情
報

等
の

守
秘

義
務

を
厳

守
し

、
基

本
情

報
を

基
に

疾
患

や
障

害
の

特
徴

、
リ

ス
ク

管
理

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
③

臨
床

実
習

指
導

者
の

指
導

の
も

と
理

学
療

法
対

象
者

の
理

学
療

法
評

価
計

画
・

立
案

を
作

成
す

る
こ

と
が

で
き

る
④

臨
床

実
習

指
導

者
の

指
導

の
も

と
理

学
療

法
対

象
者

の
理

学
療

法
評

価
の

結
果

を
解

釈
し

、
国

際
生

活
機

能
分

類
（

I
C
F
）

を
用

い
て

、
対

象
者

の
全

体
像

を
把

握
し

、
解

決
す

べ
き

課
題

を
抽

出
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑤

臨
床

実
習

指
導

者
の

指
導

の
も

と
理

学
療

法
対

象
者

の
理

学
療

法
目

標
を

設
定

す
る

こ
と

が
で

き
る

⑥
理

学
療

法
対

象
者

に
対

す
る

理
学

療
法

評
価

お
よ

び
治

療
内

容
に

つ
い

て
適

切
に

記
録

・
報

告
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑦

臨
床

実
習

施
設

に
お

け
る

理
学

療
法

士
と

し
て

の
管

理
・

運
営

業
務

を
理

解
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑧

チ
ー

ム
医

療
の

一
員

と
し

て
の

理
学

療
法

士
の

役
割

を
体

験
し

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

⑨
総

合
実

習
に

て
体

験
し

学
修

し
た

内
容

を
要

約
と

し
て

ま
と

め
、

学
内

セ
ミ

ナ
ー

に
お

い
て

発
表

し
討

論
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

①
地

域
理

学
療

法
に

関
連

す
る

理
学

療
法

士
の

役
割

と
個

人
情

報
保

護
等

の
責

務
に

つ
い

て
理

解
で

き
る

こ
と

②
地

域
理

学
療

法
に

関
連

す
る

地
域

包
括

ケ
ア

等
の

各
制

度
に

つ
い

て
理

解
で

き
る

こ
と

③
健

康
維

持
・

増
進

お
よ

び
介

護
予

防
事

業
に

つ
い

て
理

解
す

る
こ

と
が

で
き

る
④

生
活

期
に

お
け

る
在

宅
や

施
設

に
お

い
て

実
施

さ
れ

る
理

学
療

法
の

内
容

に
つ

い
て

理
解

で
き

る
こ

と
⑤

地
域

理
学

療
法

に
お

け
る

多
職

種
連

携
の

必
要

性
を

理
解

で
き

る
こ

と
 

1
、

“
共

生
”

の
意

味
を

明
確

化
す

る
。

2
、

“
共

生
福

祉
”

“
共

生
社

会
”

の
あ

り
方

を
具

体
的

に
説

明
で

き
る

。
3
、

各
支

援
専

門
職

に
と

っ
て

の
“

共
生

福
祉

”
の

意
義

と
意

味
を

説
明

で
き

る
。

 
4
、

地
域

社
会

に
お

け
る

“
共

生
福

祉
”

の
展

開
と

可
能

性
の

輪
郭

を
説

明
で

き
る

。

①
理

学
療

法
士

と
し

て
共

生
福

祉
の

理
念

を
実

践
す

る
意

義
を

説
明

で
き

る
。

②
理

学
療

法
と

「
隣

接
他

分
野

」
の

関
連

性
に

つ
い

て
理

解
し

て
い

る
。

③
「

組
織

の
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

」
の

知
識

・
手

法
と

「
隣

接
他

分
野

」
で

学
修

し
た

知
識

を
元

に
、

理
学

療
法

士
の

役
割

を
広

げ
る

ア
イ

デ
ア

や
サ

ー
ビ

ス
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
多

職
種

と
協

働
す

る
マ

イ
ン

ド
を

有
し

て
い

る
。

 

①
障

害
特

性
の

定
義

と
代

行
手

段
の

選
択

に
基

づ
く

支
援

シ
ス

テ
ム

の
要

件
定

義
、

製
品

化
手

法
を

説
明

で
き

る
。

②
保

健
医

療
分

野
の

現
場

に
お

け
る

仮
説

検
証

に
基

づ
い

た
実

証
実

験
手

法
を

説
明

で
き

る
。

 

①
支

援
シ

ス
テ

ム
の

要
件

定
義

、
製

品
化

手
法

を
説

明
で

き
る

。
②

支
援

シ
ス

テ
ム

の
試

作
品

評
価

に
お

け
る

実
証

実
験

手
法

と
倫

理
審

査
の

実
施

手
順

を
説

明
で

き
る

。
 

コ
ー

チ
ン

グ
ス

キ
ル

を
習

得
し

各
種

課
題

に
つ

い
て

現
状

分
析

、
課

題
抽

出
、

解
決

策
立

案
が

で
き

る
。

各
種

現
場

の
現

状
や

課
題

を
理

解
す

る
こ

と
で

自
分

自
身

の
研

究
テ

ー
マ

の
掘

り
下

げ
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

。

コ
ー

チ
ン

グ
哲

学
を

習
得

し
、

ク
ラ

イ
ア

ン
ト

の
成

長
を

支
え

る
コ

ー
チ

と
し

て
の

あ
り

方
を

身
に

つ
け

る
健

康
寿

命
の

延
伸

を
支

え
る

現
場

に
お

い
て

、
コ

ー
チ

と
し

て
の

問
題

解
決

能
力

の
習

得
と

指
導

法
を

身
に

つ
け

る
ク

ラ
イ

ア
ン

ト
の

潜
在

能
力

を
引

き
出

し
、

解
放

さ
せ

ら
れ

る
コ

ー
チ

と
し

て
の

素
養

を
醸

成
す

る
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス

ポ
ー

ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅱ

R
P
3
-
O
3
0
7
S
2

展
開

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
R
P
3
-
O
2
0
8
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅱ
R
P
3
-
O
3
0
9
S
2

展
開

科
目

1
選

択
演

習
●

●

手
話

に
よ

る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
Ⅰ

R
P
3
-
O
2
1
0
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●

手
話

に
よ

る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
Ⅱ

R
P
3
-
O
3
1
1
P
2

展
開

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●
●

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
R
P
3
-
P
1
0
1
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

●

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
R
P
3
-
P
1
0
2
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

●

実
践

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
戦

略
R
P
3
-
P
2
0
3
L
1

展
開

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

保
健

医
療

経
営
 

Ⅰ
R
P
3
-
P
2
0
4
L
1

展
開

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

保
健

医
療

経
営
 

Ⅱ
R
P
3
-
P
3
0
5
L
2

展
開

科
目

1
選

択
講

義
●

●
●

総
合

事
業

開
発

R
P
3
-
P
4
0
6
P
2

展
開

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅰ

R
P
4
-
Z
3
0
1
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

①
地

域
に

お
け

る
障

が
い

者
の

社
会

参
加

と
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

る
。

②
障

が
い

者
ス

ポ
ー

ツ
教

育
の

実
際

に
つ

い
て

理
解

を
深

め
る

。
③

障
が

い
者

ス
ポ

ー
ツ

教
育

の
実

践
力

を
身

に
つ

け
る

。
 

企
業

や
組

織
の

活
動

に
お
け
る
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
意
味
や
役
割
を
理
解
す
る

顧
客
へ
の
提
供
価
値
、
消
費
者
の
消
費
購
買
の

意
思

決
定

プ
ロ

セ
ス

を
理
解
す
る

マ
ー

ケ
テ

テ
ィ

ン
グ

ミ
ッ
ク
ス
と
主
要
な
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
つ
い
て
説
明
で
き
る

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
調

査
の
手
法
に
つ
い
て
理
解
す
る

①
介

護
報

酬
(
社

会
報

酬
)
、

診
療

報
酬

、
地

域
福

祉
計

画
(
社

会
福

祉
増

進
計

画
)
、

医
療

計
画

等
の

制
度

が
理

解
で

き
る

。
②

介
護

経
営

、
病

院
経

営
、

社
会

福
祉

法
人

経
営

、
在

宅
医

療
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

経
営

に
つ

い
て

知
見

を
得

る
。

③
現

状
と

将
来

課
題

を
理

解
し

、
保

健
医

療
の

あ
り

方
に

つ
い

て
一

定
の

見
解

を
持

て
る

よ
う

に
な

る
。

④
現

場
に

お
い

て
具

体
的

な
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

を
考

え
、

仲
間

と
実

践
で

き
る

ス
キ

ル
を

持
つ

。
 

①
病

院
、

介
護

、
社

会
福

祉
法

人
、

在
宅

サ
ー

ビ
ス

の
経

営
の

具
体

的
事

例
を

学
び

、
経

営
課

題
と

改
善

の
方

向
性

を
考

え
る

②
ヒ

ト
、

モ
ノ

、
カ

ネ
、

情
報

の
視

点
か

ら
、

医
療

福
祉

の
現

状
を

鑑
み

、
課

題
の

抽
出

と
改

善
の

方
向

性
を

考
え

る
③

職
業

人
と

し
て

、
経

営
に

ど
の

よ
う

に
貢

献
す

る
か

を
考

え
る

 

①
自

身
で

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
(
事

業
計

画
)
を

一
通

り
立

て
ら

れ
る

。
②

企
業

で
の

事
業

の
成

り
立

ち
や

進
め

方
を

理
解

で
き

る
。

③
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

と
し

て
、

事
業

を
計

画
す

る
上

で
の

役
割

分
担

に
つ

い
て

理
解

す
る

。
④

資
料

作
成

に
必

要
な

手
法

を
身

に
つ

け
る

。
 

1
.
自

ら
の

研
究

課
題

を
探

り
出

す
。

2
.
経

済
・

地
域

社
会

・
環

境
に

つ
い

て
調

べ
る

能
力

を
身

に
つ

け
る

。
3
.
教

員
・

地
域

住
民

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

身
に

つ
け

る
4
.
自

ら
行

動
し

研
究

に
必

要
と

な
る

情
報

収
集

能
力

を
身

に
つ

け
る

。
 

①
共

生
社

会
の

実
現

の
た

め
に

、
具

体
的

に
ど

の
よ

う
な

課
題

が
あ

る
か

に
気

づ
く

こ
と

が
で

き
る

②
様

々
な

バ
リ

ア
の

解
消

方
法

を
提

案
す

る
こ

と
が

で
き

る
③

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
を

地
域

活
性

に
つ

な
げ

る
視

点
を

持
つ

こ
と

が
で

き
る

④
グ

ル
ー

プ
で

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
り

な
が

ら
ゴ

ー
ル

に
到

達
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑤

グ
ル

ー
プ

で
プ

レ
ゼ

ン
シ

ー
ト

を
作

成
し

、
分

担
し

て
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
 

・
聴

覚
障

害
に

関
す

る
基

礎
知

識
を

学
び

、
理

解
す

る
。

・
あ

い
さ

つ
や

自
己

紹
介

程
度

の
手

話
を

で
き

る
よ

う
に

す
る

。
 

日
常

会
話

の
手

話
が

で
き

る
こ

と
を

目
指

し
、

療
法

実
践

の
場

で
活

用
で

き
る

手
話

を
習

得
す

る
。

①
戦

略
と

戦
術

の
違

い
を

具
体

的
に

説
明

で
き

る
②

ビ
ジ

ネ
ス

フ
レ

ー
ム

ワ
ー

ク
を

使
っ

て
現

状
分

析
が

で
き

る
③

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

と
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
関

係
を

説
明

で
き

る
④

自
身

の
将

来
を

構
想

し
、

そ
の

内
容

を
発

表
で

き
る

 

①
将

来
自

分
が

勤
め

た
い

会
社

に
つ

い
て

、
組

織
と

人
材

の
面

か
ら

分
析

出
来

る
状

態
。

②
組

織
を

一
か

ら
創

る
時

の
考

え
方

や
し

く
み

、
方

法
論

が
理

解
で

き
る

状
態

。
③

人
が

主
体

的
に

活
動

す
る

た
め

の
し

く
み

が
理

解
で

き
、

実
際

に
実

践
す

る
ポ

イ
ン

ト
が

理
解

で
き

る
状

態
。

 

①
福

祉
の

基
礎

知
識

を
、

「
ま

ち
」

に
応

用
し

て
考

え
る

視
点

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
。

②
高

齢
者

や
障

が
い

者
が

「
外

出
・

旅
行

」
す

る
意

義
を

説
明

で
き

る
。

③
高

齢
者

や
障

が
い

者
が

主
語

に
な

る
の

で
は

な
く

、
「

誰
も

が
同

様
に

」
と

い
う

共
生

社
会

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

④
共

生
社

会
の

実
現

の
た

め
に

、
何

が
必

要
か

を
自

分
の

言
葉

で
説

明
で

き
る

。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

R
P
4
-
Z
3
0
2
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

理
学

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅰ

R
P
4
-
Z
4
0
3
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

理
学

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

R
P
4
-
Z
4
0
4
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

1
.
自

ら
の

研
究

課
題

を
探

り
出

す
。

2
.
経

済
・

地
域

社
会

・
環

境
に

つ
い

て
調

べ
る

能
力

を
身

に
つ

け
る

。
3
.
教

員
・

地
域

住
民

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

身
に

つ
け

る
4
.
自

ら
行

動
し

研
究

に
必

要
と

な
る

情
報

収
集

能
力

を
身

に
つ

け
る

。
5
.
研

究
に

必
要

と
な

る
、

研
究

計
画

書
に

必
要

と
な

る
書

類
の

作
成

と
倫

理
審

査
を

受
け

る
。

1
.
研

究
テ

ー
マ

に
沿

っ
て

実
験

・
ア

ン
ケ

ー
ト

研
究

を
実

施
す

る
。

2
.
実

験
装

置
、

研
究

用
ア

ン
ケ

ー
ト

の
作

成
作

業
。

3
.
実

験
に

必
要

と
な

る
文

研
・

論
文

の
検

索
方

法
の

習
得

。
4
.
研

究
デ

ー
タ

を
ま

と
め

る
。

5
.
理

学
療

法
研

究
卒

業
ゼ

ミ
ナ

ー
ル

Ⅱ
に

つ
な

げ
る

。

1
.
実

験
、

調
査

で
得

ら
れ

た
デ

ー
タ

を
客

観
的

に
整

理
・

分
析

・
解

析
、

研
究

結
果

を
ま

と
め

る
。

2
.
論

理
的

な
考

察
・

思
考

の
も

と
論

文
の

執
筆

を
実

施
す

る
。

3
.
卒

業
論

文
の

作
成

・
レ

ジ
メ

作
成

・
研

究
発

表
会

の
準

備
を

す
る

。
4
.
担

当
教

員
と

共
に

卒
業

論
文

を
仕

上
げ

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

敬
心

に
お

け
る

共
生

論
R
O
1
-
A
1
0
1
L
1

●
基

礎
科

目
1

必
修

講
義

●

心
理

学
R
O
1
-
A
1
0
2
L
1

●
基

礎
科

目
2

必
修

講
義

●
●

社
会

学
R
O
1
-
A
1
0
3
L
1

基
礎

科
目

2
必

修
講

義
●

●

実
務

英
会

話
R
O
1
-
A
1
0
4
P
1

基
礎

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●

観
光

学
R
O
1
-
A
2
0
5
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

経
営

学
R
O
1
-
A
1
0
6
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

音
楽

文
化

論
R
O
1
-
A
1
0
7
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

①
共

生
社

会
の

概
念

を
理

解
し

、
説

明
で

き
る

。
②

敬
心

学
園

の
理

念
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
。

③
共

生
社

会
の

実
務

リ
ー

ダ
ー

と
し

て
の

あ
る

べ
き

姿
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
。

・
心

理
学

全
体

の
概

要
を

理
解

し
、

心
理

学
の

歴
史

に
お

け
る

3
つ

の
パ

ラ
ダ

イ
ム

（
精

神
分

析
・

行
動

主
義

・
ヒ

ュ
ー

マ
ニ

ス
テ

ィ
ッ

ク
心

理
学

）
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
・

心
理

学
の

各
テ

ー
マ

に
つ

い
て

の
概

要
を

理
解

し
、

そ
の

中
に

出
て

き
た

キ
ー

ワ
ー

ド
や

代
表

的
な

心
理

学
実

験
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
・

医
療

専
門

職
の

国
家

試
験

に
頻

出
す

る
テ

ー
マ

の
重

要
事

項
に

つ
い

て
覚

え
、

具
体

的
に

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

①
基

本
的

な
社

会
学

的
セ

ン
ス

を
身

に
つ

け
、

社
会

人
と

し
て

の
よ

り
深

い
視

点
を

広
げ

深
め

る
。

②
社

会
諸

問
題

の
解

決
へ

向
け

た
手

が
か

り
を

見
つ

け
、

そ
の

実
践

的
展

望
を

図
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

社
会

諸
現

象
の

解
明

へ
向

け
た

手
が

か
り

を
見

つ
け

、
そ

の
具

体
的

視
野

の
深

化
を

図
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

授
業

の
中

で
と

り
あ

げ
る

社
会

問
題

と
社

会
現

象
へ

の
、

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
専

門
職

と
し

て
の

具
体

的
か

か
わ

り
を

見
出

せ
る

。

①
英

語
の

保
健

医
療

福
祉

の
専

門
用

語
を

覚
え

、
活

用
で

き
る

②
介

護
の

場
面

で
使

わ
れ

る
英

単
語

や
関

連
表

現
・

フ
レ

ー
ズ

を
活

用
で

き
る

③
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ツ
ー

ル
と

し
て

英
語

を
捉

え
、

恥
ず

か
し

が
ら

ず
に

活
用

で
き

る
姿

勢
を

身
に

つ
け

る

①
観

光
の

定
義

と
今

な
ぜ

観
光

・
ツ

ー
リ

ズ
ム

な
の

か
自

分
の

言
葉

で
語

る
こ

と
が

で
き

る
②

観
光

と
福

祉
の

親
和

性
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

③
観

光
を

地
域

活
性

化
に

つ
な

げ
る

視
点

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
④

観
光

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
の

意
味

と
必

要
性

を
説

明
で

き
る

大
学
の
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー

作
業
療
法
学
科
の
デ
ィ
プ
ロ
マ
・
ポ
リ
シ
ー

１
）

保
健

医
療

分
野

の
専

門
性

保
健

医
療

の
専

門
職

と
し

て
必

要
な

専
門

知
識

と
技

術
を

身
に

付
け

、
対

象
者

の
支

援
の

た
め

に
適

切
に

活
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
２

）
共

生
社

会
の

理
解

共
生

社
会

の
概

念
を

理
解

し
、

障
が

い
者

や
高

齢
者

な
ど

多
様

な
生

活
者

が
共

生
で

き
る

社
会

の
実

現
に

意
識

を
置

き
な

が
ら

、
保

健
医

療
の

専
門

職
と

し
て

行
動

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
３

）
課

題
解

決
力

保
健

医
療

の
専

門
職

が
直

面
す

る
様

々
な

課
題

に
つ

い
て

、
そ

の
背

景
や

ニ
ー

ズ
を

把
握

し
、

対
象

者
の

立
場

を
理

解
し

、
課

題
解

決
に

向
け

適
切

に
行

動
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

４
）

応
用

力
Q
O
L
の

維
持

・
向

上
や

健
康

寿
命

の
延

伸
に

向
け

、
保

健
医

療
の

専
門

分
野

の
み

な
ら

ず
、

関
連

す
る

他
分

野
の

知
識

を
応

用
し

、
視

野
を

広
げ

て
業

務
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。
５

）
組

織
に

お
け

る
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

力
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
素

養
を

身
に

付
け

、
保

健
医

療
に

関
す

る
諸

課
題

の
改

善
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。

１
)
保

健
医

療
分

野
の

専
門

性
作

業
療

法
に

関
わ

る
専

門
的

な
知

識
や

技
術

を
修

得
し

、
身

体
的

及
び

精
神

的
な

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
を

必
要

と
す

る
対

象
者

に
、

日
常

生
活

・
社

会
生

活
を

実
現

す
る

た
め

の
支

援
が

で
き

る
。

２
)
共

生
社

会
の

理
解

作
業

療
法

の
専

門
職

と
し

て
の

役
割

に
加

え
、

共
生

社
会

の
理

念
を

実
践

す
る

作
業

療
法

士
と

し
て

の
自

覚
を

持
ち

、
組

織
や

地
域

社
会

に
貢

献
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

３
)
課

題
解

決
力

生
活

支
援

を
行

う
医

療
専

門
職

で
あ

る
作

業
療

法
士

と
し

て
、

適
切

な
評

価
を

通
し

て
、

対
象

者
が

実
現

し
た

い
生

活
行

為
等

を
把

握
し

、
日

常
生

活
・

社
会

生
活

に
必

要
な

能
力

の
維

持
・

回
復

等
に

関
す

る
課

題
解

決
に

取
り

組
む

こ
と

が
で

き
る

。
４

)
応

用
力

作
業

療
法

の
専

門
性

で
あ

る
生

活
支

援
分

野
等

に
隣

接
す

る
他

分
野

へ
視

野
を

広
げ

、
対

象
者

の
Q
O
L
維

持
・

向
上

や
健

康
寿

命
の

延
伸

に
向

け
た

作
業

療
法

の
応

用
・

展
開

に
取

り
組

む
こ

と
が

で
き

る
。

５
)
組

織
に

お
け

る
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

力
保

健
医

療
経

営
や

作
業

療
法

に
取

り
組

む
組

織
・

人
材

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

等
に

関
す

る
基

礎
知

識
を

身
に

付
け

、
保

健
医

療
経

営
や

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

等
の

課
題

に
幅

広
く

対
応

で
き

る
。
 

到
達
目
標

①
音

楽
が

社
会

の
中

で
果

た
し

て
き

た
役

割
を

説
明

で
き

る
。

②
音

楽
文

化
に

関
す

る
基

礎
知

識
と

リ
サ

ー
チ

方
法

を
身

に
つ

け
、

専
門

分
野

に
応

用
で

き
る

。
③

自
ら

の
生

活
を

よ
り

豊
か

な
も

の
と

す
る

た
め

に
文

化
芸

術
に

対
し

て
関

心
を

持
て

る
よ

う
に

な
る

。

①
企

業
に

お
け

る
経

営
者

の
役

割
に

つ
い

て
理

解
し

、
説

明
で

き
る

②
経

営
に

関
す

る
基

礎
的

な
理

論
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
③

身
近

な
企

業
に

関
し

、
経

営
上

の
特

徴
に

つ
い

て
、

自
ら

の
言

葉
で

説
明

で
き

る
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

法
学

R
O
1
-
A
1
0
8
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

国
際

関
係

論
R
O
1
-
A
1
0
9
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
論

R
O
1
-
B
1
0
1
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

概
論

R
O
1
-
B
1
0
2
L
1

基
礎

科
目

1
必

修
講

義
●

●

社
会

人
基

礎
力

R
O
1
-
B
1
0
3
S
2

基
礎

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
論

R
O
1
-
B
2
0
4
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅰ
R
O
1
-
C
1
0
1
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅱ
R
O
1
-
C
2
0
2
P
2

基
礎

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●
●

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
R
O
1
-
C
1
0
3
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

地
域

防
災

R
O
1
-
C
1
0
4
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●
●

①
法

が
社

会
生

活
の

中
で

ど
の

よ
う

な
機

能
を

有
し

て
い

る
か

を
説

明
で

き
る

。
②

憲
法

，
民

法
，

刑
法

の
基

本
的

知
識

を
説

明
で

き
る

。
③

学
習

し
た

基
本

的
知

識
を

日
常

生
活

で
生

じ
う

る
法

律
問

題
に

お
い

て
適

用
で

き
る

。
④

医
療

・
福

祉
部

門
で

仕
事

を
し

て
い

く
う

え
で

生
じ

う
る

法
律

問
題

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

①
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
に

つ
い

て
概

要
を

理
解

す
る

。
②

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

の
社

会
的

役
割

を
理

解
す

る
。

③
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

概
要

を
理

解
す

る
。

④
自

身
に

お
け

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

位
置

づ
け

を
考

え
る

。

①
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
前

の
準

備
お

よ
び

体
験

を
通

し
た

学
び

か
ら

、
社

会
性

と
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

能
力

を
養

う
。

②
ス

ポ
ー

ツ
分

野
に

お
け

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
の

目
的

・
意

義
・

役
割

を
理

解
で

き
る

。
③

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

活
動

を
通

じ
て

、
様

々
な

立
場

・
価

値
感

・
生

き
方

が
あ

る
こ

と
を

知
り

、
共

生
社

会
に

つ
い

て
理

解
を

深
め

る
。

①
ボ

ラ
ン

タ
リ

ズ
ム

理
念

に
つ

い
て

理
解

し
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

、
災

害
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
、

国
際

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

新
し

い
公

共
と

い
う

概
念

を
理

解
し

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

動
へ

の
関

心
を

高
め

る
。

④
自

分
な

り
の

視
点

で
現

在
の

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

の
問

題
・

課
題

に
つ

い
て

論
じ

る
こ

と
が

で
き

る
。

①
災

害
時

の
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
と

し
て

の
役

割
と

機
能

に
つ

い
て

具
体

的
に

説
明

で
き

る
。

②
復

興
支

援
の

課
題

に
つ

い
て

具
体

的
に

指
摘

し
説

明
で

き
る

。
③

防
災

の
先

進
自

治
体

事
例

を
通

し
て

メ
リ

ッ
ト

・
デ

メ
リ

ッ
ト

を
指

摘
し

ト
ー

タ
ル

な
解

決
策

を
提

案
で

き
る

。
④

①
②

③
を

踏
ま

え
て

、
“

地
域

防
災

”
の

視
点

、
“

防
災

福
祉

”
の

考
え

方
、

に
つ

い
て

具
体

的
な

提
案

が
で

き
る

。

①
国

際
秩

序
形

成
に

向
け

た
歴

史
的

な
営

み
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

②
環

境
問

題
、

地
域

紛
争

な
ど

、
地

球
的

規
模

の
問

題
群

に
つ

い
て

理
解

し
、

自
分

の
考

え
を

持
ち

、
行

動
で

き
る

。
③

国
際

的
な

政
治

経
済

関
係

の
中

で
、

日
本

を
取

り
巻

く
状

況
、

日
本

の
置

か
れ

た
立

場
な

ど
を

理
解

し
、

自
分

の
考

え
を

持
ち

、
行

動
で

き
る

。

①
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
二

大
機

能
に

つ
い

て
理

解
で

き
て

い
る

状
態

②
自

分
の

身
近

な
組

織
で

、
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

を
発

揮
で

き
て

い
る

状
態

③
自

分
自

身
の

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
の

傾
向

が
理

解
で

き
て

い
る

状
態

1
.
チ

ー
ム

ワ
ー

ク
（

多
職

種
連

携
・

多
職

種
協

業
）

の
必

要
性

・
重

要
性

を
理

解
す

る
。

2
.
チ

ー
ム

の
形

成
の

過
程

を
理

解
す

る
。

3
.
実

際
の

チ
ー

ム
の

事
例

に
つ

い
て

知
る

。
4
.
自

身
の

チ
ー

ム
に

寄
与

す
る

資
質

に
つ

い
て

理
解

す
る

。

①
多

種
多

様
の

人
々

と
協

働
す

る
上

で
大

切
な

傾
聴

力
を

高
め

、
相

手
に

わ
か

り
や

す
く

伝
え

ら
れ

る
②

自
ら

考
え

問
題

点
を

抽
出

し
、

計
画

、
行

動
化

す
る

こ
と

で
自

発
的

の
重

要
性

を
理

解
す

る
③

将
来

の
実

務
リ

ー
ダ

ー
の

役
割

を
担

う
人

材
と

し
て

、
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
本

質
を

理
解

す
る

④
セ

ル
フ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

を
定

着
さ

せ
る

こ
と

で
、

円
滑

な
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

が
で

き
る

よ
う

に
な

る

①
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
基

本
と

な
る

ヒ
ュ

ー
マ

ン
ス

キ
ル

に
つ

い
て

理
解

で
き

る
状

態
。

②
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

と
は

何
か

を
理

解
で

き
、

実
際

に
自

分
の

身
近

な
場

所
で

実
践

で
き

る
状

態
。

③
自

分
自

身
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
と

特
徴

は
何

か
を

理
解

で
き

る
状

態
。

13



授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

統
計

学
序

論
R
O
1
-
D
1
0
1
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

統
計

学
R
O
1
-
D
1
0
2
L
1

基
礎

科
目

2
必

修
講

義
●

●

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
R
O
1
-
D
1
0
3
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義

I
C
T
概

論
R
O
1
-
D
2
0
4
L
2

基
礎

科
目

1
選

択
講

義
●

●

健
康

科
学

R
O
1
-
D
1
0
5
L
2

基
礎

科
目

2
選

択
講

義
●

●

食
と

健
康

R
O
1
-
D
1
0
6
P
2

基
礎

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●

生
物

学
R
O
1
-
D
1
0
7
L
1

基
礎

科
目

2
必

修
講

義
●

解
剖

学
Ⅰ

R
O
2
-
E
1
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

解
剖

学
Ⅱ

R
O
2
-
E
1
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

解
剖

学
実

習
R
O
2
-
E
1
0
3
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

機
能

解
剖

学
R
O
2
-
E
2
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

①
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
と

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
の

基
本

的
な

仕
組

み
を

理
解

し
、

自
分

の
言

葉
で

説
明

で
き

る
。

②
情

報
シ

ス
テ

ム
の

基
本

的
な

構
成

と
利

用
法

、
各

種
用

語
を

正
し

く
理

解
し

説
明

で
き

る
。

③
情

報
シ

ス
テ

ム
の

特
性

と
背

後
に

あ
る

仕
組

み
の

関
係

が
説

明
で

き
る

。

①
エ

ネ
ル

ギ
ー

代
謝

を
理

解
し

て
、

身
体

に
対

す
る

運
動

の
影

響
を

理
解

す
る

②
嗜

好
品

も
含

め
た

、
身

体
に

対
す

る
嗜

好
品

の
影

響
を

理
解

す
る

③
身

体
に

対
す

る
睡

眠
の

影
響

を
理

解
す

る
④

生
活

習
慣

病
に

対
し

て
の

、
運

動
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
立

案
で

き
る

よ
う

に
す

る

①
食

を
通

し
て

、
健

康
を

維
持

・
増

進
す

る
こ

と
を

理
解

で
き

る
。

②
栄

養
の

バ
ラ

ン
ス

を
考

え
て

料
理

を
選

択
し

、
食

品
を

バ
ラ

ン
ス

よ
く

整
え

て
献

立
を

作
成

し
、

適
切

な
食

生
活

を
実

践
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

③
栄

養
・

調
理

の
知

識
を

理
解

し
、

技
術

を
身

に
つ

け
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

グ
ル

ー
プ

で
実

技
を

行
う

こ
と

で
、

チ
ー

ム
の

一
員

と
し

て
取

り
組

む
姿

勢
を

養
う

こ
と

が
で

き
る

。

①
ク

ラ
ウ

ド
サ

ー
ビ

ス
、

I
O
T
、

A
I
の

身
近

な
応

用
事

例
と

そ
の

特
徴

、
仕

組
み

を
説

明
で

き
る

②
保

健
医

療
分

野
の

現
場

に
お

け
る

I
C
T
の

活
用

見
込

み
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

①
個

々
の

生
物

の
あ

ら
ゆ

る
構

造
や

性
質

に
つ

い
て

、
そ

の
特

性
や

機
構

を
分

子
レ

ベ
ル

で
説

明
で

き
る

。
②

生
命

の
起

源
、

生
物

の
多

様
化

、
ヒ

ト
の

起
源

と
進

化
、

そ
し

て
進

化
の

し
く

み
を

説
明

で
き

る
。

③
生

物
の

集
団

、
生

態
系

の
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
流

れ
を

理
解

し
、

生
物

と
環

境
の

か
か

わ
り

を
説

明
で

き
る

。
④

人
間

活
動

に
よ

る
環

境
へ

の
影

響
を

説
明

で
き

る
。

1
.

解
剖

学
Ⅰ

を
通

し
て

，
ヒ

ト
の

尊
厳

と
生

命
倫

理
の

重
要

性
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

 
2
.

上
肢

帯
と

上
肢

の
構

造
を

説
明

で
き

る
。

 
3
.

下
肢

帯
と

下
肢

の
構

造
を

説
明

で
き

る
。

4
.

頭
頚

部
と

体
幹

の
構

造
を

説
明

で
き

る
。

 

1
.

解
剖

学
Ⅱ

を
通

し
て

，
ヒ

ト
の

尊
厳

と
生

命
倫

理
の

重
要

性
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

2
.

神
経

系
の

構
造

を
説

明
で

き
る

。
3
.

内
臓

器
の

構
造

を
説

明
で

き
る

。
4
.

人
体

の
発

生
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。

1
.

人
体

を
構

成
す

る
骨

、
関

節
、

筋
お

よ
び

中
枢

神
経

の
三

次
元

的
構

造
を

説
明

で
き

る
。

2
.

骨
格

筋
の

起
始

停
止

す
る

部
位

を
説

明
で

き
る

。
3
.

中
枢

神
経

系
の

構
造

と
機

能
分

布
を

説
明

で
き

る
。

骨
と

関
節

運
動

の
仕

組
み

を
理

解
す

る
。

靭
帯

・
筋

と
関

節
運

動
の

し
く

み
を

理
解

す
る

。
病

態
と

運
動

学
と

の
関

連
を

理
解

す
る

。

1
)

デ
ー

タ
を

整
理

す
る

た
め

に
必

要
な

数
学

の
知

識
を

理
解

で
き

る
。

2
)

デ
ー

タ
を

分
析

す
る

た
め

に
必

要
な

数
学

の
知

識
を

理
解

で
き

る
。

3
)

統
計

を
自

学
自

習
す

る
の

に
必

要
な

数
学

が
理

解
で

き
る

。

1
)

デ
ー

タ
解

析
の

基
礎

を
学

び
、

デ
ー

タ
の

管
理

が
行

え
る

。
2
)

得
ら

れ
た

デ
ー

タ
の

要
約

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

3
)

デ
ー

タ
か

ら
母

集
団

の
推

定
・

検
定

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

4
)

作
業

療
法

を
行

う
上

で
、

統
計

学
が

ど
の

よ
う

に
用

い
ら

れ
て

い
る

の
か

理
解

で
き

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

生
理

学
Ⅰ

R
O
2
-
E
1
0
5
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

生
理

学
Ⅱ

R
O
2
-
E
1
0
6
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

生
理

学
実

習
R
O
2
-
E
2
0
7
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

運
動

学
Ⅰ

R
O
2
-
E
1
0
8
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

運
動

学
Ⅱ

R
O
2
-
E
2
0
9
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

運
動

学
実

習
R
O
2
-
E
2
1
0
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

運
動

生
理

学
R
O
2
-
E
2
1
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

人
間

発
達

学
R
O
2
-
E
1
1
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

臨
床

心
理

学
R
O
2
-
F
1
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

精
神

医
学

R
O
2
-
F
2
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

①
個

体
と

し
て

生
存

す
る

た
め

の
個

々
臓

器
が

果
た

す
役

割
を

理
解

し
説

明
で

き
る

。
②

細
胞

膜
、

イ
オ

ン
チ

ャ
ネ

ル
、

担
体

、
膜

電
位

、
シ

ナ
プ

ス
、

筋
収

縮
等

が
分

子
レ

ベ
ル

で
説

明
で

き
る

。
③

心
臓

を
含

む
循

環
器

、
呼

吸
器

、
消

化
器

、
泌

尿
器

の
そ

れ
ぞ

れ
の

機
能

と
個

体
維

持
に

お
け

る
役

割
を

説
明

で
き

る
。

④
代

謝
の

概
念

と
運

動
負

荷
の

定
義

が
説

明
で

き
る

。

①
神

経
系

を
構

成
す

る
部

分
（

感
覚

器
、

末
梢

神
経

系
、

中
枢

神
経

系
）

を
列

挙
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
感

覚
器

の
違

い
と

そ
れ

ぞ
れ

が
ど

の
よ

う
に

活
動

電
位

を
発

生
す

る
か

を
説

明
で

き
る

。
③

中
枢

神
経

系
内

の
神

経
結

合
が

情
報

処
理

を
行

う
機

構
を

説
明

で
き

る
。

④
血

液
・

免
疫

細
胞

の
種

類
を

列
挙

し
、

そ
れ

ぞ
れ

の
役

割
を

説
明

で
き

る
。

（
１

）
実

習
書

を
読

み
理

解
し

、
（

２
）

デ
ー

タ
を

採
取

し
、

（
３

）
結

果
を

表
、

グ
ラ

フ
等

に
ま

と
め

、
（

４
）

先
行

研
究

・
教

科
書

の
記

載
を

読
み

理
解

し
、

（
５

）
実

験
結

果
を

説
明

（
考

察
）

で
き

る
よ

う
に

な
る

。
年

度
末

に
は

、
目

的
（

背
景

）
に

始
ま

っ
て

考
察

、
引

用
文

献
一

覧
ま

で
の

、
科

学
的

な
形

式
を

踏
ん

だ
レ

ポ
ー

ト
が

書
け

る
よ

う
に

な
る

。

1
．

筋
の

起
始

、
停

止
、

作
用

、
神

経
支

配
が

説
明

で
き

る
。

2
．

各
関

節
に

お
け

る
運

動
の

特
徴

が
説

明
で

き
る

。

1
．

各
関

節
に

お
け

る
運

動
の

特
徴

が
説

明
で

き
る

。
2
．

正
常

と
異

常
に

つ
い

て
運

動
学

的
な

説
明

が
で

き
る

。
3
．

姿
勢

と
動

作
、

運
動

学
習

の
特

徴
が

説
明

で
き

る
。

1
.

動
作

分
析

を
行

う
上

で
重

要
な

生
体

力
学

を
理

解
す

る
。

2
.

上
肢

・
下

肢
・

体
幹

の
運

動
器

と
動

作
を

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
3
.

日
常

生
活

動
作

上
で

重
要

な
動

作
を

相
に

区
分

し
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
4
.

各
種

検
査

機
器

か
ら

得
ら

れ
る

デ
ー

タ
を

分
析

し
、

考
察

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
。

①
運

動
に

関
係

す
る

機
能

解
剖

、
 
運

動
及

び
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
に

伴
う

骨
格

筋
系

、
呼

吸
循

環
器

系
、

代
謝

系
、

神
経

系
、

内
分

泌
系

の
生

理
応

答
を

説
明

で
き

る
。

②
各

種
疾

患
、

病
態

に
応

じ
た

運
動

療
法

、
ト

レ
ー

ニ
ン

グ
方

法
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
③

加
齢

、
不

活
動

に
伴

う
骨

格
筋

系
、

呼
吸

循
環

器
系

、
代

謝
系

、
神

経
系

の
生

理
応

答
を

説
明

で
き

る
。

・
各

発
達

期
の

特
徴

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
・

運
動

発
達

、
精

神
発

達
の

関
連

性
を

の
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
人

間
を

発
達

的
な

視
点

か
ら

と
ら

え
、

生
涯

発
達

の
視

点
で

展
望

で
き

る
。

・
人

間
を

発
達

的
な

視
点

で
と

ら
え

る
こ

と
で

、
そ

の
後

に
学

ぶ
臨

床
的

知
識

の
理

解
を

助
け

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
臨

床
心

理
学

で
は

、
患

者
の

ニ
ー

ズ
を

的
確

に
把

握
し

、
患

者
か

ら
信

頼
さ

れ
る

医
療

専
門

職
に

な
る

た
め

に
必

要
不

可
欠

な
対

人
援

助
理

論
、

心
理

検
査

法
、

各
種

心
理

療
法

の
理

論
と

実
際

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

ま
た

、
対

人
援

助
ス

キ
ル

に
つ

い
て

は
模

倣
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

①
精

神
科

的
面

接
法

の
概

念
を

説
明

し
、

そ
れ

に
従

っ
て

面
接

を
実

施
で

き
る

。
②

精
神

科
症

候
学

に
基

づ
き

精
神

症
状

を
測

定
で

き
、

各
種

疾
患

を
鑑

別
で

き
る

。
③

精
神

障
害

の
特

性
を

理
解

し
配

慮
で

き
る

。
④

身
体

疾
患

を
持

つ
方

に
対

し
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

ケ
ア

の
視

点
を

も
っ

て
接

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

神
経

内
科

学
R
O
2
-
F
2
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

内
科

学
R
O
2
-
F
2
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●

救
急

救
命

の
基

礎
R
O
2
-
F
2
0
5
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

薬
理

学
R
O
2
-
F
3
0
6
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

学
R
O
2
-
G
3
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
概

論
R
O
2
-
G
1
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●
●

公
衆

衛
生

学
R
O
2
-
G
3
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

地
域

福
祉

論
R
O
2
-
G
1
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅰ
R
O
2
-
G
3
0
5
L
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

●
●

災
害

や
事

故
の

発
生

に
伴

う
局

所
反

応
お

よ
び

呼
吸

・
循

環
・

代
謝

・
そ

の
他

の
機

能
の

評
価

・
判

定
を

理
解

し
て

、
迅

速
な

処
置

を
行

い
、

救
急

搬
送

に
至

る
流

れ
を

理
解

し
、

実
行

で
き

る
能

力
を

獲
得

す
る

こ
と

を
目

標
と

す
る

。

①
薬

剤
の

体
内

動
態

、
頻

用
薬

剤
の

薬
理

作
用

、
副

作
用

を
説

明
で

き
る

。
②

代
表

的
な

神
経

・
筋

作
用

薬
、

循
環

器
治

療
薬

、
呼

吸
器

治
療

薬
、

抗
が

ん
薬

な
ど

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

1
．

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

学
の

概
要

を
理

解
す

る
。

2
．

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
医

学
に

基
づ

く
診

察
・

評
価

の
基

礎
を

学
習

す
る

。
3
．

主
な

障
害

の
病

態
生

理
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

4
．

主
な

障
害

の
治

療
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

5
．

主
要

な
疾

患
に

対
す

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

的
知

識
を

学
習

す
る

。

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
理

念
・

定
義

・
障

害
の

捉
え

方
を

理
解

し
、

作
業

療
法

に
生

か
せ

る
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
基

礎
的

知
識

を
身

に
付

け
る

。

①
用

語
の

定
義

を
正

確
に

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
発

生
原

因
を

列
挙

で
き

る
。

③
機

序
や

病
態

を
説

明
で

き
る

。
④

管
理

の
実

際
に

つ
い

て
具

体
的

に
説

明
で

き
る

。
⑤

予
防

法
を

具
体

的
に

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

⑥
関

連
す

る
法

規
を

列
挙

し
、

そ
の

内
容

を
説

明
で

き
る

。

①
「

地
域

」
「

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

」
と

は
何

か
に

つ
い

て
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

地
域

福
祉

の
歴

史
展

開
と

現
代

と
の

関
係

性
に

つ
い

て
、

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

自
分

な
り

の
視

点
で

現
在

の
地

域
福

祉
の

課
題

に
つ

い
て

論
じ

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

を
通

じ
て

N
P
O
法

人
へ

の
理

解
を

深
め

、
設

立
方

法
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

①
神

経
疾

患
の

理
解

の
基

礎
と

な
る

神
経

系
解

剖
と

働
き

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
②

神
経

疾
患

の
診

断
に

必
要

な
画

像
診

断
に

つ
い

て
、

そ
の

働
き

と
実

際
の

画
像

診
断

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
③

各
種

神
経

疾
患

に
つ

い
て

、
病

態
、

症
状

、
診

断
法

、
治

療
法

な
ど

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
④

神
経

疾
患

の
診

断
、

障
害

の
評

価
な

ど
に

つ
い

て
の

診
療

技
術

を
習

得
で

き
る

内
科

疾
患

（
循

環
器

疾
患

、
呼

吸
器

疾
患

、
消

化
器

疾
患

、
内

分
泌

・
代

謝
疾

患
、

血
液

疾
患

、
腎

臓
疾

患
、

膠
原

病
）

に
つ

い
て

以
下

を
目

標
に

す
る

。
①

疾
患

を
分

類
し

、
そ

れ
ぞ

れ
の

病
因

・
病

態
の

概
要

を
説

明
で

き
る

。
②

代
表

的
な

疾
患

の
発

症
様

式
と

症
候

、
診

断
の

要
点

を
説

明
で

き
る

。
③

代
表

的
な

疾
患

の
治

療
と

予
後

に
つ

い
て

概
説

で
き

る
。

一
般

目
標

（
G
I
O
）

地
域

共
生

、
関

連
専

門
職

の
連

携
を

理
解

し
、

作
業

療
法

士
と

し
て

何
を

す
べ

き
か

説
明

が
で

き
る

行
動

目
標

（
S
B
O
）

①
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
の

概
要

を
理

解
し

、
説

明
で

き
る

②
地

域
に

お
け

る
関

連
す

る
各

専
門

職
の

役
割

を
説

明
で

き
る

③
当

事
者

で
あ

る
本

人
と

そ
の

家
族

を
中

心
と

し
た

連
携

・
協

働
に

つ
い

て
概

要
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
④

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
専

門
職

に
求

め
ら

れ
る

知
識

・
技

能
を

説
明

で
き

る
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅱ
R
O
2
-
G
4
0
6
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

作
業

療
法

学
概

論
R
O
2
-
H
1
0
1
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

●
●

作
業

療
法

学
各

論
R
O
2
-
H
2
0
2
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

R
O
2
-
H
1
0
3
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

R
O
2
-
H
1
0
4
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●

作
業

療
法

管
理

学
Ⅰ

R
O
2
-
I
1
0
1
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●

作
業

療
法

管
理

学
Ⅱ

R
O
2
-
I
4
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

作
業

療
法

評
価

学
概

論
R
O
2
-
J
1
0
1
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

身
体

機
能

作
業

療
法

評
価

学
R
O
2
-
J
2
0
2
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

①
作

業
療

法
が

実
施

さ
れ

て
い

る
主

な
施

設
の

種
類

等
に

つ
い

て
、

説
明

で
き

る
②

作
業

療
法

が
実

施
さ

れ
て

い
る

主
な

環
境

や
設

備
等

に
つ

い
て

、
説

明
で

き
る

③
作

業
療

法
が

実
施

さ
れ

て
い

る
主

な
対

象
・

目
的

・
内

容
・

方
法

等
に

つ
い

て
、

説
明

で
き

る
④

作
業

療
法

を
実

施
す

る
上

で
、

留
意

す
べ

き
管

理
・

運
営

的
な

事
項

等
に

つ
い

て
、

説
明

で
き

る
⑤

作
業

療
法

を
実

施
す

る
上

で
、

関
連

す
る

法
規

等
に

つ
い

て
、

そ
の

概
略

を
説

明
で

き
る

①
作

業
療

法
の

実
践

過
程

（
流

れ
）

と
関

連
職

種
と

の
関

係
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

②
作

業
療

法
・

作
業

療
法

士
と

関
連

す
る

法
規

や
制

度
等

と
の

関
係

に
つ

い
て

、
そ

の
概

略
を

説
明

で
き

る
③

作
業

療
法

に
関

連
す

る
診

療
報

酬
及

び
記

録
・

報
告

の
要

点
を

説
明

で
き

る
④

記
録

と
報

告
や

職
種

間
連

携
を

踏
ま

え
、

作
業

療
法

・
作

業
療

法
士

に
関

係
す

る
倫

理
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

⑤
作

業
療

法
教

育
を

含
め

、
作

業
療

法
部

門
の

管
理

・
運

営
に

つ
い

て
、

そ
の

概
略

を
説

明
で

き
る

①
作

業
療

法
に

お
け

る
「

評
価

」
の

目
的

等
の

要
点

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
②

作
業

療
法

と
Ｉ

Ｃ
Ｆ

と
の

関
連

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
③

作
業

療
法

に
お

け
る

基
本

的
な

「
評

価
」

の
種

類
と

方
法

の
概

略
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

④
作

業
療

法
に

お
け

る
対

象
領

域
別

の
「

評
価

」
の

概
略

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
⑤

作
業

療
法

に
お

け
る

「
評

価
」

と
「

治
療

・
関

わ
り

」
と

の
関

連
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

①
身

体
機

能
領

域
で

用
い

る
作

業
療

法
評

価
の

概
要

を
理

解
し

、
説

明
で

き
る

②
各

種
評

価
方

法
を

実
施

で
き

る

①
地

域
住

民
や

地
域

で
実

践
を

行
う

さ
ま

ざ
ま

な
人

々
と

連
携

協
働

す
る

た
め

の
基

礎
力

を
養

成
す

る
。

②
地

域
で

の
保

健
医

療
や

福
祉

に
関

す
る

現
状

や
ニ

ー
ズ

の
把

握
、

課
題

抽
出

が
で

き
る

よ
う

に
な

る
。

③
地

域
に

お
け

る
保

健
医

療
や

福
祉

分
野

に
対

し
て

自
ら

の
専

門
性

を
活

か
し

た
包

括
的

支
援

体
制

に
つ

い
て

考
察

で
き

る
。

①
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

及
び

作
業

療
法

の
歴

史
の

要
点

を
説

明
で

き
る

②
医

学
的

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

流
れ

と
関

係
職

種
の

役
割

の
要

点
を

説
明

で
き

る
③

作
業

療
法

の
実

践
過

程
（

流
れ

）
の

要
点

を
説

明
で

き
る

④
作

業
療

法
に

お
け

る
「

作
業

」
の

意
味

と
治

療
的

活
用

の
要

点
を

説
明

で
き

る
⑤

作
業

療
法

に
関

連
す

る
法

規
と

倫
理

の
要

点
を

説
明

で
き

る

①
理

論
の

そ
れ

ぞ
れ

を
簡

単
に

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

例
示

す
る

事
例

に
あ

っ
た

理
論

を
あ

げ
て

問
題

解
決

が
で

き
る

。

1
 
活

動
の

工
程

を
説

明
で

き
る

。
2
 
活

動
に

必
要

な
道

具
を

列
挙

し
、

そ
の

使
用

法
を

説
明

で
き

る
。

3
 
活

動
に

必
要

な
材

料
を

列
挙

し
、

そ
の

使
用

法
を

説
明

で
き

る
。

4
 
各

工
程

の
留

意
事

項
を

列
挙

で
き

る
。

5
 
課

題
に

出
さ

れ
た

作
品

を
完

成
さ

せ
る

こ
と

が
で

き
る

。
6
 
材

料
・

道
具

・
作

品
の

扱
い

に
責

任
を

持
ち

手
入

れ
及

び
保

管
が

で
き

る
。

7
 
工

程
を

通
し

て
作

業
分

析
を

行
い

治
療

的
意

味
を

理
解

す
る

。
8
 
終

了
に

際
し

作
業

の
後

始
末

と
作

品
の

管
理

に
つ

い
て

責
任

を
も

っ
て

行
う

こ
と

が
で

き
る

。
9
 
活

動
を

通
じ

て
、

制
作

、
創

造
、

自
己

を
表

現
で

き
る

。
1
0
 
自

分
で

課
題

を
指

導
す

る
時

に
必

要
な

材
料

、
道

具
等

の
購

入
先

、
購

入
方

法
を

説
明

で
き

る
。

1
 
そ

れ
ぞ

れ
の

作
業

活
動

が
治

療
・

援
助

と
し

て
ど

の
よ

う
に

利
用

で
き

る
か

理
解

す
る

2
 
対

象
者

の
疾

患
特

性
に

合
わ

せ
た

作
業

活
動

の
利

用
を

学
ぶ
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

精
神

機
能

作
業

療
法

評
価

学
R
O
2
-
J
2
0
3
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

発
達

障
害

作
業

療
法

評
価

学
R
O
2
-
J
2
0
4
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

高
齢

期
作

業
療

法
評

価
学

R
O
2
-
J
2
0
5
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
評

価
学

R
O
2
-
J
2
0
6
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

評
価

学
R
O
2
-
J
2
0
7
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅰ

R
O
2
-
K
3
0
1
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅰ

R
O
2
-
K
3
0
2
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅱ

R
O
2
-
K
3
0
3
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅱ

R
O
2
-
K
3
0
4
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

1
．

精
神

機
能

作
業

療
法

の
評

価
過

程
の

一
連

の
流

れ
を

説
明

で
き

る
。

2
．

精
神

機
能

作
業

療
法

に
お

け
る

評
価

の
項

目
を

説
明

で
き

る
。

3
．

各
評

価
（

情
報

収
集

・
観

察
・

面
接

）
に

つ
い

て
、

そ
の

目
的

、
項

目
、

方
法

、
留

意
点

を
説

明
で

き
る

。
4
．

各
評

価
結

果
の

統
合

と
解

釈
を

行
い

対
象

者
の

全
体

像
を

把
握

し
、

そ
の

説
明

が
で

き
る

。
5
．

各
精

神
疾

患
と

そ
の

回
復

過
程

に
応

じ
た

作
業

療
法

評
価

の
視

点
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。

・
発

達
領

域
の

対
象

者
の

状
態

像
の

特
徴

を
説

明
で

き
る

。
・

対
象

者
に

必
要

な
評

価
項

目
を

挙
げ

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
評

価
内

容
を

理
解

し
、

実
施

で
き

る
。

・
評

価
結

果
か

ら
、

対
象

者
を

I
C
F
の

観
点

か
ら

ま
と

め
、

問
題

点
を

列
挙

で
き

る
。

1
.
運

動
器

疾
患

お
よ

び
外

傷
に

対
す

る
作

業
療

法
の

ま
と

め
、

統
合

と
解

釈
、

考
察

が
立

案
で

き
る

。
2
.
運

動
器

疾
患

お
よ

び
外

傷
に

対
す

る
作

業
療

法
の

目
標

設
定

、
治

療
立

案
が

で
き

る
。

3
.
運

動
器

疾
患

お
よ

び
外

傷
に

対
す

る
作

業
療

法
計

画
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
4
.
運

動
器

疾
患

お
よ

び
外

傷
に

対
す

る
作

業
療

法
の

発
表

お
よ

び
事

例
検

討
が

で
き

る
。

1
．

老
年

期
の

疾
患

や
心

身
機

能
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

2
．

老
年

期
の

認
知

機
能

障
害

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
3
．

老
年

期
の

認
知

機
能

障
害

の
作

業
療

法
評

価
に

つ
い

て
列

挙
で

き
る

4
．

老
年

期
の

認
知

機
能

障
害

の
評

価
を

説
明

し
、

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

①
高

次
脳

機
能

障
害

の
症

状
、

責
任

病
巣

、
発

現
機

序
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
②

脳
画

像
と

症
状

と
の

関
連

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

③
高

次
脳

機
能

障
害

の
症

状
に

対
応

す
る

評
価

方
法

を
列

挙
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
神

経
心

理
学

的
検

査
お

よ
び

作
業

遂
行

評
価

の
目

的
と

意
義

、
実

施
方

法
を

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
⑤

神
経

心
理

学
的

検
査

お
よ

び
作

業
遂

行
評

価
の

結
果

を
解

釈
で

き
る

。
⑥

代
表

的
な

神
経

心
理

学
的

検
査

に
つ

い
て

体
験

す
る

。

①
A
D
L
評

価
表

の
特

徴
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

②
F
I
M
と

B
a
r
t
h
e
l
 
I
n
d
e
x
の

採
点

方
法

に
つ

い
て

理
解

す
る

。

①
中

枢
神

経
系

の
構

造
・

機
能

，
脳

血
管

障
害

の
病

態
が

理
解

で
き

る
こ

と
②

脳
血

管
障

害
・

頭
部

外
傷

な
ど

中
枢

神
経

系
疾

患
と

作
業

療
法

評
価

の
関

連
が

説
明

で
き

る
こ

と
③

脳
血

管
障

害
者

の
代

表
的

な
作

業
療

法
評

価
・

治
療

の
方

法
を

理
解

し
実

施
で

き
る

こ
と

④
頭

部
外

傷
の

代
表

的
な

作
業

療
法

評
価

・
治

療
の

方
法

を
理

解
し

実
施

で
き

る
こ

と
⑤

脳
血

管
障

害
に

よ
る

心
身

機
能

・
身

体
構

造
と

活
動

・
参

加
の

制
限

の
関

連
を

説
明

で
き

る
こ

と

①
脳

血
管

障
害

の
概

要
を

理
解

し
た

う
え

で
適

切
な

評
価

項
目

を
挙

げ
，

円
滑

に
実

践
で

き
る

②
評

価
結

果
の

統
合

解
釈

，
I
C
F
で

障
害

構
造

の
把

握
，

問
題

点
列

挙
，

目
標

設
定

な
ど

を
し

た
う

え
で

適
切

な
作

業
療

法
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
立

案
し

，
そ

の
意

義
や

方
法

，
注

意
点

，
問

題
点

と
の

対
応

な
ど

が
説

明
で

き
る

③
実

際
に

作
業

療
法

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

実
践

で
き

る

①
運

動
器

の
構

造
・

機
能

，
運

動
器

疾
患

の
病

態
が

理
解

で
き

る
こ

と
②

一
般

整
形

外
科

疾
患

(
骨

折
等

)
と

作
業

療
法

評
価

・
治

療
の

方
法

を
理

解
し

実
施

で
き

る
こ

と
③

脊
髄

損
傷

の
代

表
的

な
作

業
療

法
評

価
・

治
療

の
方

法
を

理
解

し
実

施
で

き
る

こ
と

④
関

節
リ

ウ
マ

チ
の

代
表

的
な

作
業

療
法

評
価

・
治

療
の

方
法

を
理

解
し

実
施

で
き

る
こ

と
⑤

切
断

の
代

表
的

な
作

業
療

法
評

価
・

治
療

の
方

法
を

理
解

し
実

施
で

き
る

こ
と
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅲ

R
O
2
-
K
3
0
5
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅲ

R
O
2
-
K
3
0
6
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

精
神

機
能

作
業

療
法

治
療

学
R
O
2
-
K
3
0
7
L
1

●
職

業
専

門
科

目
1

必
修

講
義

●
●

精
神

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
R
O
2
-
K
3
0
8
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

発
達

障
害

作
業

療
法

治
療

学
R
O
2
-
K
3
0
9
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

発
達

障
害

作
業

療
法

治
療

学
実

習
R
O
2
-
K
3
1
0
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

R
O
2
-
K
3
1
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

実
習

R
O
2
-
K
3
1
2
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

●
●

1
.
内

部
障

害
の

範
囲

と
特

徴
、

作
業

療
法

の
対

象
を

理
解

す
る

。
2
.
内

部
障

害
者

に
対

す
る

作
業

療
法

の
流

れ
（

評
価

か
ら

治
療

の
過

程
な

ど
）

を
理

解
す

る
。

3
.
内

部
障

害
者

に
対

す
る

M
T
D
L
P
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

4
.
喀

痰
吸

引
に

関
連

し
た

基
本

手
技

を
理

解
す

る
。

1
.
事

例
に

応
じ

た
評

価
項

目
お

よ
び

評
価

方
法

を
選

択
す

る
こ

と
が

で
き

る
2
.
模

擬
事

例
に

対
し

て
、

面
接

、
観

察
、

検
査

測
定

を
実

施
し

、
実

施
上

の
留

意
点

に
気

づ
く

こ
と

が
で

き
る

3
.
評

価
結

果
を

I
C
F
の

概
念

を
活

用
し

て
整

理
し

、
対

象
者

の
全

体
像

を
把

握
し

、
利

点
と

問
題

点
を

抽
出

す
る

こ
と

が
で

き
る

4
.
対

象
者

の
ニ

ー
ズ

や
状

態
に

応
じ

た
適

切
な

作
業

療
法

目
標

を
設

定
し

、
そ

の
根

拠
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
5
.
作

業
療

法
目

標
に

応
じ

た
作

業
療

法
計

画
を

立
案

す
る

こ
と

が
で

き
る

6
.
記

録
・

報
告

が
で

き
る

7
.
計

画
に

基
づ

い
て

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

実
施

し
、

振
返

り
に

よ
り

改
善

点
を

見
出

し
、

解
決

策
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る

1
．

精
神

機
能

作
業

療
法

の
治

療
構

造
・

援
助

構
造

、
そ

の
設

定
を

説
明

で
き

る
。

2
．

精
神

機
能

作
業

療
法

の
治

療
的

役
割

を
説

明
で

き
る

。
3
．

作
業

療
法

評
価

に
よ

る
統

合
と

解
釈

、
目

標
設

定
、

作
業

療
法

治
療

計
画

立
案

、
治

療
実

施
の

一
連

の
流

れ
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
4
．

疾
患

別
、

回
復

過
程

に
お

け
る

作
業

療
法

治
療

の
要

点
を

説
明

で
き

る
。

5
．

疾
患

別
作

業
療

法
の

事
例

に
つ

い
て

、
そ

の
評

価
結

果
か

ら
目

標
を

設
定

し
、

治
療

計
画

を
立

案
で

き
る

。
6
．

精
神

疾
患

を
有

す
る

対
象

者
が

利
用

で
き

る
社

会
資

源
・

制
度

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

・
評

価
学

で
学

ん
だ

知
識

を
模

擬
症

例
に

用
い

る
こ

と
が

で
き

、
そ

の
目

的
を

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
・

評
価

結
果

の
デ

ー
タ

か
ら

模
擬

症
例

の
強

み
と

問
題

点
を

焦
点

化
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
評

価
学

、
治

療
学

で
学

ん
だ

知
識

か
ら

、
対

象
者

へ
の

生
活

、
思

い
を

理
解

し
た

上
で

治
療

、
援

助
方

法
を

想
起

し
、

列
挙

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
・

上
記

の
内

容
に

つ
い

て
資

料
を

作
成

し
、

他
者

に
そ

の
内

容
を

適
切

に
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

・
発

達
障

害
領

域
の

主
な

疾
患

の
作

業
療

法
の

実
際

を
学

び
、

理
解

で
き

る
。

・
事

例
を

通
し

て
発

達
段

階
や

疾
患

の
特

徴
を

踏
ま

え
た

評
価

お
よ

び
支

援
目

標
や

内
容

を
説

明
で

き
る

。
・

I
C
F
の

観
点

か
ら

治
療

目
標

を
あ

げ
、

治
療

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

立
案

で
き

る
。

・
実

際
の

場
面

の
中

で
、

発
達

障
害

を
持

つ
子

ど
も

の
観

察
と

評
価

が
で

き
る

。
・

実
際

の
場

面
で

、
治

療
場

面
を

設
定

し
、

実
践

で
き

る
。

・
幅

広
い

疾
患

を
観

察
評

価
し

治
療

の
流

れ
を

理
解

し
、

ケ
ー

ス
に

つ
い

て
治

療
プ

ロ
グ

ラ
ム

ま
で

報
告

書
を

作
成

で
き

る
。

①
老

年
期

の
疾

患
や

心
身

機
能

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
②

老
年

期
の

認
知

機
能

障
害

に
つ

い
て

の
評

価
を

理
解

し
、

説
明

で
き

る
③

老
年

期
の

認
知

機
能

障
害

に
対

す
る

治
療

と
治

療
計

画
の

立
案

、
具

体
的

な
援

助
方

法
を

提
案

で
き

る
④

1
～

3
ま

で
の

内
容

を
実

践
で

き
る

①
高

齢
者

を
取

り
巻

く
現

状
と

基
礎

疾
患

に
つ

い
て

理
解

す
る

②
認

知
症

高
齢

者
を

理
解

し
、

多
職

種
が

行
う

ケ
ア

に
つ

い
て

理
解

す
る

③
老

年
期

に
お

け
る

作
業

療
法

の
役

割
と

具
体

的
な

ア
プ

ロ
ー

チ
を

理
解

す
る

。
④

老
年

期
に

お
け

る
報

酬
も

含
め

た
作

業
療

法
士

と
し

て
の

仕
事

を
イ

メ
ー

ジ
で

き
る
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
治

療
学

R
O
2
-
K
3
1
3
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

R
O
2
-
K
3
1
4
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学
R
O
2
-
K
3
1
5
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学
実

習
R
O
2
-
K
3
1
6
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

●
●

日
常

生
活

活
動

支
援

治
療

学
R
O
2
-
K
3
1
7
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●

日
常

生
活

活
動

支
援

治
療

学
実

習
R
O
2
-
K
3
1
8
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

●
●

健
康

寿
命

の
延

伸
R
O
2
-
K
3
1
9
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

①
健

康
お

よ
び

健
康

寿
命

の
概

念
に

つ
い

て
多

角
的

に
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
②

健
康

寿
命

の
延

伸
の

た
め

の
課

題
に

つ
い

て
多

角
的

に
説

明
で

き
る

③
健

康
寿

命
の

延
伸

の
た

め
に

作
業

療
法

士
が

で
き

る
こ

と
を

説
明

し
、

企
画

･
実

践
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

①
A
D
L
指

導
に

必
要

な
基

本
的

動
作

に
つ

い
て

理
解

で
き

る
。

②
動

作
指

導
・

運
動

学
習

の
視

点
か

ら
適

切
な

介
助

法
を

理
解

し
、

安
全

に
実

践
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

③
各

疾
患

患
者

に
対

す
る

介
助

方
法

を
理

解
し

、
模

倣
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
各

疾
患

患
者

に
対

す
る

動
作

指
導

を
理

解
し

、
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

⑤
車

椅
子

や
歩

行
補

助
具

の
特

性
を

理
解

し
、

安
全

に
操

作
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

1
.
I
C
F
の

環
境

因
子

の
活

用
か

ら
み

た
自

立
支

援
・

介
護

負
担

軽
減

の
た

め
の

作
業

療
法

の
治

療
・

指
導

・
援

助
を

説
明

で
き

る
。

2
.
福

祉
用

具
（

義
肢

装
具

・
自

助
具

を
含

む
）

、
住

宅
改

修
等

の
環

境
整

備
の

関
連

し
た

治
療

・
指

導
・

援
助

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
①

目
的

、
②

　
方

法
・

手
順

、
③

　
結

果
と

そ
の

記
録

、
④

結
果

の
解

釈
、

他
3
.
評

価
結

果
か

ら
作

業
療

法
の

治
療

・
指

導
・

援
助

に
つ

な
げ

る
ア

セ
ス

メ
ン

ト
と

実
際

の
治

療
・

指
導

・
援

助
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。

1
.
I
C
F
の

環
境

因
子

の
活

用
か

ら
み

た
自

立
支

援
・

介
護

負
担

軽
減

の
た

め
の

作
業

療
法

の
評

価
か

ら
治

療
・

指
導

・
援

助
を

、
実

技
実

習
を

通
じ

て
理

解
す

る
。

2
.
福

祉
用

具
（

義
肢

装
具

・
自

助
具

を
含

む
）

、
住

宅
改

修
等

の
環

境
整

備
に

関
連

し
た

作
業

療
法

の
評

価
か

ら
治

療
・

指
導

・
援

助
を

、
実

技
実

習
を

通
じ

て
理

解
す

る
。

①
目

的
、

②
　

方
法

・
手

順
、

③
　

結
果

と
そ

の
記

録
、

④
結

果
の

解
釈

、
他

3
.
評

価
結

果
か

ら
作

業
療

法
の

治
療

・
指

導
・

援
助

に
つ

な
げ

る
ア

セ
ス

メ
ン

ト
と

実
際

に
つ

い
て

、
作

業
療

法
の

評
価

か
ら

治
療

・
指

導
・

援
助

を
、

実
技

実
習

を
通

じ
て

理
解

す
る

。

①
高

次
脳

機
能

障
害

の
治

療
原

則
及

び
治

療
理

論
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
全

般
性

注
意

障
害

の
治

療
原

則
及

び
介

入
方

法
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

③
半

側
空

間
無

視
の

治
療

原
則

及
び

介
入

方
法

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
④

失
語

症
の

治
療

原
則

及
び

介
入

方
法

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
⑤

記
憶

障
害

の
治

療
原

則
及

び
介

入
方

法
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

⑥
行

為
の

障
害

の
治

療
原

則
及

び
介

入
方

法
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

⑦
遂

行
機

能
障

害
の

治
療

原
則

及
び

介
入

方
法

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
⑧

社
会

的
行

動
障

害
の

治
療

原
則

及
び

介
入

方
法

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
⑨

脳
血

管
疾

患
、

外
傷

性
脳

損
傷

、
認

知
症

及
び

他
の

変
性

疾
患

に
対

す
る

作
業

療
法

介
入

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。
⑩

高
次

脳
機

能
障

害
と

自
動

車
運

転
難

さ
と

評
価

・
介

入
方

法
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

⑪
高

次
脳

機
能

障
害

の
あ

る
ひ

と
の

地
域

生
活

、
職

業
生

活
の

支
援

及
び

社
会

資
源

・
制

度
の

活
用

方
法

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

。

1
)

対
象

者
の

ニ
ー

ズ
や

症
状

に
応

じ
た

評
価

計
画

を
立

案
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

2
）

症
状

に
応

じ
た

神
経

心
理

学
的

検
査

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

3
）

画
像

所
見

や
神

経
心

理
学

的
検

査
、

面
接

・
観

察
の

評
価

結
果

に
基

づ
い

て
解

釈
を

述
べ

る
こ

と
が

で
き

る
。

4
)

対
象

者
の

ニ
ー

ズ
に

応
じ

た
作

業
療

法
計

画
を

立
案

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
5
)

治
療

原
則

や
理

論
に

基
づ

い
た

介
入

方
法

の
選

択
と

模
擬

的
実

施
が

で
き

る
。

6
)

作
業

療
法

評
価

・
介

入
に

お
い

て
、

対
象

者
の

安
全

に
配

慮
し

た
行

動
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

。
7
）

事
例

検
討

に
お

い
て

グ
ル

ー
プ

デ
ィ

ス
カ

ッ
シ

ョ
ン

に
参

加
し

、
協

調
的

な
行

動
を

と
る

こ
と

が
で

き
る

。

①
動

作
観

察
や

動
作

分
析

が
方

法
に

つ
い

て
説

明
で

き
る

。
②

基
本

的
な

介
助

方
法

が
説

明
で

き
る

。
③

各
種

疾
患

の
病

態
や

障
害

を
理

解
し

、
適

切
な

指
導

の
方

法
を

説
明

で
き

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

R
O
2
-
K
3
2
0
S
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

地
域

作
業

療
法

学
R
O
2
-
L
3
0
1
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●
●

●
●

就
労

支
援

論
R
O
2
-
L
3
0
2
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

生
活

環
境

学
R
O
2
-
L
3
0
3
L
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
講

義
●

●

地
域

作
業

療
法

学
実

習
R
O
2
-
L
4
0
4
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
実

験
・

実
習

●
●

●
●

●

体
験

実
習

Ⅰ
R
O
2
-
M
1
0
1
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

体
験

実
習

Ⅱ
R
O
2
-
M
1
0
2
P
1

職
業

専
門

科
目

1
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

評
価

実
習

Ⅰ
R
O
2
-
M
2
0
3
P
1

職
業

専
門

科
目

3
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

評
価

実
習

Ⅱ
R
O
2
-
M
2
0
4
P
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●

総
合

実
習

Ⅰ
R
0
2
-
M
4
0
5
P
1

職
業

専
門

科
目

9
必

修
臨

地
実

務
実

習

①
在

宅
医

療
や

介
護

に
つ

い
て

の
現

状
と

課
題

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

②
地

域
包

括
ケ

ア
シ

ス
テ

ム
に

お
け

る
作

業
療

法
士

の
役

割
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
③

在
宅

医
療

や
介

護
予

防
･
介

護
支

援
に

つ
い

て
作

業
療

法
士

の
役

割
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

①
地

域
作

業
療

法
を

実
践

す
る

上
で

必
要

な
知

識
・

技
術

に
つ

い
て

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

介
護

保
険

を
は

じ
め

と
す

る
制

度
や

社
会

資
源

に
つ

い
て

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

1
.
就

労
の

基
本

的
事

項
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

2
.
障

害
者

の
就

労
の

諸
制

度
、

過
程

に
つ

い
て

理
解

す
る

。
3
.
障

害
別

の
就

労
に

つ
い

て
、

事
例

か
ら

理
解

す
る

。
 

1
.
私

た
ち

を
取

り
巻

く
「

環
境

」
の

安
全

性
、

快
適

性
等

に
つ

い
て

、
制

度
を

含
め

て
理

解
す

る
。

2
.
居

住
空

間
（

住
宅

環
境

）
の

安
全

性
・

快
適

性
等

と
住

ま
う

人
と

の
適

合
に

つ
い

て
、

理
解

す
る

。
3
.
外

出
に

関
わ

る
安

全
性

・
快

適
性

等
と

対
象

者
の

適
合

に
つ

い
て

、
理

解
す

る
。

 

1
.
職

業
人

と
し

て
の

倫
理

観
と

基
本

的
態

度
を

身
に

つ
け

る
2
.
地

域
に

お
け

る
実

習
施

設
の

役
割

を
理

解
す

る
3
.
実

習
指

導
者

の
指

導
の

下
で

、
支

援
業

務
の

一
部

を
観

察
ま

た
は

実
践

す
る

4
.
実

習
施

設
に

お
い

て
作

業
療

法
士

と
し

て
取

組
む

課
題

と
支

援
方

法
に

つ
い

て
考

え
、

そ
の

一
部

を
体

験
す

る
5
.
記

録
報

告
を

行
う

 

1
.
作

業
療

法
の

対
象

領
域

、
時

期
、

対
象

者
、

目
的

、
内

容
を

理
解

す
る

。
2
.
学

生
と

し
て

相
応

し
い

身
だ

し
な

み
、

態
度

、
節

度
あ

る
行

動
を

と
る

こ
と

が
で

き
る

。
3
.
作

業
療

法
を

学
ぶ

意
欲

や
主

体
的

な
学

習
態

度
を

身
に

つ
け

る
。

 

1
.
作

業
療

法
の

対
象

領
域

、
時

期
、

対
象

者
、

目
的

、
内

容
に

つ
い

て
理

解
す

る
。

2
.
見

学
し

た
現

場
の

作
業

療
法

に
つ

い
て

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
中

で
の

位
置

づ
け

と
役

割
を

理
解

す
る

。
3
.
作

業
療

法
学

生
と

し
て

の
倫

理
観

や
基

本
的

態
度

を
身

に
つ

け
る

。
4
.
作

業
療

法
を

学
ぶ

意
欲

や
主

体
的

な
学

習
態

度
を

身
に

つ
け

る
。

 

1
.
職

業
人

と
し

て
の

倫
理

観
と

基
本

的
態

度
を

身
に

つ
け

る
2
.
対

象
者

に
応

じ
た

評
価

計
画

を
立

て
る

こ
と

が
で

き
る

3
.
許

容
さ

れ
る

範
囲

で
評

価
を

適
切

に
実

施
し

、
対

象
者

の
全

体
像

を
把

握
で

き
る

4
.
対

象
者

の
全

体
像

に
つ

い
て

、
論

理
的

に
考

察
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

5
.
実

習
内

容
に

つ
い

て
記

録
・

報
告

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

1
.
職

業
人

と
し

て
の

倫
理

観
と

基
本

的
態

度
を

身
に

つ
け

る
2
.
対

象
者

に
応

じ
た

評
価

計
画

を
立

て
る

こ
と

が
で

き
る

3
.
許

容
さ

れ
る

範
囲

で
評

価
を

適
切

に
実

施
し

、
対

象
者

の
全

体
像

を
把

握
で

き
る

4
.
対

象
者

の
全

体
像

に
つ

い
て

、
論

理
的

に
考

察
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

5
.
実

習
内

容
に

つ
い

て
記

録
・

報
告

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

1
.
職

業
人

と
し

て
の

倫
理

観
と

基
本

的
態

度
を

身
に

つ
け

る
2
.
対

象
者

に
応

じ
た

評
価

計
画

を
立

て
る

こ
と

が
で

き
る

3
.
許

容
さ

れ
る

範
囲

で
評

価
を

適
切

に
実

施
し

、
対

象
者

の
全

体
像

を
把

握
で

き
る

4
.
対

象
者

の
全

体
像

に
つ

い
て

、
論

理
的

に
考

察
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

5
.
対

象
者

の
作

業
療

法
計

画
を

立
案

で
き

る
6
.
対

象
者

へ
作

業
療

法
の

治
療

・
指

導
・

援
助

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
7
.
作

業
療

法
の

成
果

を
再

評
価

に
て

確
認

し
、

必
要

に
応

じ
て

作
業

療
法

計
画

を
見

直
す

こ
と

が
で

き
る

8
.
実

習
内

容
に

つ
い

て
記

録
・

報
告

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
9
.
管

理
・

運
営

に
つ

い
て

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

総
合

実
習

Ⅱ
R
O
2
-
M
4
0
6
P
1

職
業

専
門

科
目

9
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●
●

●
●

地
域

実
習

R
O
2
-
M
4
0
7
P
1

職
業

専
門

科
目

2
必

修
臨

地
実

務
実

習
●

●
●

●
●

共
生

社
会

の
展

開
と

実
践

R
O
3
-
N
3
0
1
S
1

展
開

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

共
生

福
祉

論
R
O
3
-
O
1
0
1
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
R
O
3
-
O
2
0
2
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅱ
R
O
3
-
O
3
0
3
S
1

●
展

開
科

目
1

必
修

演
習

●
●

美
容

ケ
ア

に
よ

る
Q
O
L
の

維
持

向
上

Ⅱ
R
O
3
-
O
3
0
4
P
2

展
開

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●
●

音
楽

療
法

に
よ

る
Q
O
L
の

維
持

向
上

Ⅰ
R
O
3
-
O
2
0
5
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●

①
作

業
療

法
士

と
し

て
共

生
福

祉
の

理
念

を
実

践
す

る
意

義
を

説
明

で
き

る
。

②
作

業
療

法
と

「
隣

接
他

分
野

」
の

関
連

性
に

つ
い

て
理

解
し

て
い

る
。

③
「

組
織

の
経

営
・

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

」
の

知
識

・
手

法
と

「
隣

接
他

分
野

」
で

学
修

し
た

知
識

を
元

に
、

作
業

療
法

士
の

役
割

を
広

げ
る

ア
イ

デ
ア

や
サ

ー
ビ

ス
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
多

職
種

と
協

働
す

る
マ

イ
ン

ド
を

有
し

て
い

る
。

 

1
.
職

業
人

と
し

て
の

倫
理

観
と

基
本

的
態

度
を

身
に

つ
け

る
2
.
対

象
者

に
応

じ
た

評
価

計
画

を
立

て
る

こ
と

が
で

き
る

3
.
許

容
さ

れ
る

範
囲

で
評

価
を

適
切

に
実

施
し

、
対

象
者

の
全

体
像

を
把

握
で

き
る

4
.
対

象
者

の
全

体
像

に
つ

い
て

、
論

理
的

に
考

察
を

す
る

こ
と

が
で

き
る

5
.
対

象
者

の
作

業
療

法
計

画
を

立
案

で
き

る
6
.
対

象
者

へ
作

業
療

法
の

治
療

・
指

導
・

援
助

を
実

施
す

る
こ

と
が

で
き

る
7
.
作

業
療

法
の

成
果

を
再

評
価

に
て

確
認

し
、

必
要

に
応

じ
て

作
業

療
法

計
画

を
見

直
す

こ
と

が
で

き
る

8
.
実

習
内

容
に

つ
い

て
記

録
・

報
告

を
す

る
こ

と
が

で
き

る
9
.
管

理
・

運
営

に
つ

い
て

理
解

す
る

こ
と

が
で

き
る

 

1
.
職

業
人

と
し

て
の

倫
理

観
と

基
本

的
態

度
を

身
に

つ
け

る
2
.
地

域
に

お
け

る
実

習
施

設
の

役
割

を
理

解
す

る
3
.
実

習
指

導
者

の
指

導
の

下
で

、
支

援
業

務
の

一
部

を
観

察
ま

た
は

実
践

す
る

4
.
実

習
施

設
に

お
い

て
作

業
療

法
士

と
し

て
取

組
む

課
題

と
支

援
方

法
に

つ
い

て
考

え
、

そ
の

一
部

を
体

験
す

る
5
.
記

録
報

告
を

行
う

 

1
、

“
共

生
”

の
意

味
を

明
確

化
す

る
。

2
、

“
共

生
福

祉
”

“
共

生
社

会
”

の
あ

り
方

を
具

体
的

に
説

明
で

き
る

。
3
、

各
支

援
専

門
職

に
と

っ
て

の
“

共
生

福
祉

”
の

意
義

と
意

味
を

説
明

で
き

る
。
 

4
、

地
域

社
会

に
お

け
る

“
共

生
福

祉
”

の
展

開
と

可
能

性
の

輪
郭

を
説

明
で

き
る

。

①
福

祉
の

基
礎

知
識

を
、

「
ま

ち
」

に
応

用
し

て
考

え
る

視
点

を
持

つ
こ

と
が

で
き

る
。

②
高

齢
者

や
障

が
い

者
が

「
外

出
・

旅
行

」
す

る
意

義
を

説
明

で
き

る
。

③
高

齢
者

や
障

が
い

者
が

主
語

に
な

る
の

で
は

な
く

、
「

誰
も

が
同

様
に

」
と

い
う

共
生

社
会

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

④
共

生
社

会
の

実
現

の
た

め
に

、
何

が
必

要
か

を
自

分
の

言
葉

で
説

明
で

き
る

。
 

①
共

生
社

会
の

実
現

の
た

め
に

、
具

体
的

に
ど

の
よ

う
な

課
題

が
あ

る
か

に
気

づ
く

こ
と

が
で

き
る

②
様

々
な

バ
リ

ア
の

解
消

方
法

を
提

案
す

る
こ

と
が

で
き

る
③

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
を

地
域

活
性

に
つ

な
げ

る
視

点
を

持
つ

こ
と

が
で

き
る

④
グ

ル
ー

プ
で

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
を

と
り

な
が

ら
ゴ

ー
ル

に
到

達
す

る
こ

と
が

で
き

る
⑤

グ
ル

ー
プ

で
プ

レ
ゼ

ン
シ

ー
ト

を
作

成
し

、
分

担
し

て
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
 

①
セ

ラ
ピ

ー
の

ツ
ー

ル
と

し
て

の
音

楽
の

有
用

性
を

知
る

②
セ

ラ
ピ

ー
の

ツ
ー

ル
と

し
て

の
音

楽
の

特
性

を
知

る
③

様
々

な
現

場
で

の
音

楽
の

活
用

法
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
 

①
対

象
者

の
状

態
を

理
解

し
、

望
ま

し
い

美
容

・
整

容
等

の
種

類
を

抽
出

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
②

保
健

医
療

施
設

等
で

の
美

容
・

整
容

等
に

必
要

な
用

具
や

化
粧

品
等

の
種

類
や

使
用

法
等

に
つ

い
て

説
明

で
き

る
。

③
望

ま
れ

る
基

礎
的

な
美

容
技

術
を

対
象

者
に

指
導

で
き

る
。

④
病

院
や

施
設

等
で

化
粧

・
整

容
等

の
サ

ー
ビ

ス
の

進
行

が
で

き
る

。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

音
楽

療
法

に
よ

る
Q
O
L
の

維
持

向
上

Ⅱ
R
O
3
-
O
3
0
6
P
2

展
開

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●
●

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス

テ
ム

工
学

Ⅰ
R
O
3
-
O
2
0
7
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●
●

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス

テ
ム

工
学

Ⅱ
R
O
3
-
O
3
0
8
S
2

展
開

科
目

1
選

択
演

習
●

●
●

手
話

に
よ

る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
Ⅰ

R
O
3
-
O
2
0
9
L
2

展
開

科
目

2
選

択
講

義
●

●

手
話

に
よ

る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
Ⅱ

R
O
3
-
O
3
1
0
P
2

展
開

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

●
●

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
R
O
3
-
P
1
0
1
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

●

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
R
O
3
-
P
1
0
2
L
1

●
展

開
科

目
2

必
修

講
義

●
●

●

実
践

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
戦

略
R
O
3
-
P
2
0
3
L
1

展
開

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

保
健

医
療

経
営

Ⅰ
R
O
3
-
P
2
0
4
L
1

展
開

科
目

2
必

修
講

義
●

●
●

保
健

医
療

経
営

Ⅱ
R
O
3
-
P
3
0
5
L
2

展
開

科
目

1
選

択
講

義
●

●
●

①
戦

略
と

戦
術

の
違

い
を

具
体

的
に

説
明

で
き

る
②

ビ
ジ

ネ
ス

フ
レ

ー
ム

ワ
ー

ク
を

使
っ

て
現

状
分

析
が

で
き

る
③

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

と
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

の
関

係
を

説
明

で
き

る
④

自
身

の
将

来
を

構
想

し
、

そ
の

内
容

を
発

表
で

き
る

①
将

来
自

分
が

勤
め

た
い

会
社

に
つ

い
て

、
組

織
と

人
材

の
面

か
ら

分
析

出
来

る
状

態
。

②
組

織
を

一
か

ら
創

る
時

の
考

え
方

や
し

く
み

、
方

法
論

が
理

解
で

き
る

状
態

。
③

人
が

主
体

的
に

活
動

す
る

た
め

の
し

く
み

が
理

解
で

き
、

実
際

に
実

践
す

る
ポ

イ
ン

ト
が

理
解

で
き

る
状

態
。

①
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

分
析

の
フ

レ
ー

ム
ワ

ー
ク

を
用

い
て

「
市

場
」

を
分

析
で

き
る

。
②

顧
客

と
な

る
消

費
者

の
ニ

ー
ズ

を
把

握
し

、
求

め
ら

れ
る

商
品

・
サ

ー
ビ

ス
を

検
討

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
③

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
を

実
践

的
に

活
用

し
、

既
存

の
「

市
場

」
を

成
長

な
い

し
は

変
革

さ
せ

る
提

案
が

で
き

る
。

④
企

業
と

消
費

者
の

利
益

を
向

上
さ

せ
る

た
め

の
戦

略
的

な
提

案
が

で
き

る
。

①
介

護
報

酬
(
社

会
報

酬
)
、

診
療

報
酬

、
地

域
福

祉
計

画
(
社

会
福

祉
増

進
計

画
)
、

医
療

計
画

等
の

制
度

が
理

解
で

き
る

。
②

介
護

経
営

、
病

院
経

営
、

社
会

福
祉

法
人

経
営

、
在

宅
医

療
・

介
護

サ
ー

ビ
ス

経
営

に
つ

い
て

知
見

を
得

る
。

③
現

状
と

将
来

課
題

を
理

解
し

、
保

健
医

療
の

あ
り

方
に

つ
い

て
一

定
の

見
解

を
持

て
る

よ
う

に
な

る
。

④
現

場
に

お
い

て
具

体
的

な
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

を
考

え
、

仲
間

と
実

践
で

き
る

ス
キ

ル
を

持
つ

。

①
病

院
、

介
護

、
社

会
福

祉
法

人
、

在
宅

サ
ー

ビ
ス

の
経

営
の

具
体

的
事

例
を

学
び

、
経

営
課

題
と

改
善

の
方

向
性

を
考

え
る

②
ヒ

ト
、

モ
ノ

、
カ

ネ
、

情
報

の
視

点
か

ら
、

医
療

福
祉

の
現

状
を

鑑
み

、
課

題
の

抽
出

と
改

善
の

方
向

性
を

考
え

る
③

職
業

人
と

し
て

、
経

営
に

ど
の

よ
う

に
貢

献
す

る
か

を
考

え
る

①
自

由
な

発
想

で
、

自
分

も
楽

し
み

な
が

ら
、

活
動

を
計

画
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

②
歌

や
楽

器
、

様
々

な
音

楽
ソ

ー
ス

を
自

分
の

ス
キ

ル
に

応
じ

て
活

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

③
対

象
者

の
立

場
に

立
ち

、
楽

し
く

意
欲

的
に

な
れ

る
活

動
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

④
音

楽
を

心
身

機
能

の
向

上
や

社
会

的
交

流
の

促
進

の
た

め
に

活
用

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
⑤

在
宅

の
介

護
者

に
も

で
き

る
音

楽
を

用
い

た
簡

易
な

活
動

プ
ロ

グ
ラ

ム
を

考
え

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

①
障

害
特

性
の

定
義

と
代

行
手

段
の

選
択

に
基

づ
く

支
援

シ
ス

テ
ム

の
要

件
定

義
、

製
品

化
手

法
を

説
明

で
き

る
。

②
保

健
医

療
分

野
の

現
場

に
お

け
る

仮
説

検
証

に
基

づ
い

た
実

証
実

験
手

法
を

説
明

で
き

る
。

①
支

援
シ

ス
テ

ム
の

要
件

定
義

、
製

品
化

手
法

を
説

明
で

き
る

。
②

支
援

シ
ス

テ
ム

の
試

作
品

評
価

に
お

け
る

実
証

実
験

手
法

と
倫

理
審

査
の

実
施

手
順

を
説

明
で

き
る

。

・
聴

覚
障

害
に

関
す

る
基

礎
知

識
を

学
び

、
理

解
す

る
。

・
あ

い
さ

つ
や

自
己

紹
介

程
度

の
手

話
を

で
き

る
よ

う
に

す
る

。

日
常

会
話

の
手

話
が

で
き

る
こ

と
を

目
指

し
、

療
法

実
践

の
場

で
活

用
で

き
る

手
話

を
習

得
す

る
。
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授
業

科
目

の
名

称
科

目
番

号
主

要
科

目
科

目
区
分

単
位

種
別

形
態

Ｄ
１

Ｄ
２

Ｄ
３

Ｄ
４

Ｄ
５

到
達
目
標

総
合

事
業

開
発

R
O
3
-
P
4
0
6
P
2

展
開

科
目

1
選

択
実

験
・

実
習

作
業

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅰ

R
O
4
-
Z
3
0
1
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

作
業

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

R
O
4
-
Z
3
0
2
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

作
業

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅰ

R
O
4
-
Z
4
0
3
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

作
業

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

R
O
4
-
Z
4
0
4
S
1

総
合

科
目

1
必

修
演

習
●

●
●

●
●

1
.
研

究
計

画
に

沿
っ

て
研

究
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

2
.
研

究
内

容
を

論
文

に
ま

と
め

る
こ

と
が

で
き

る
3
.
研

究
内

容
を

学
会

発
表

形
式

で
発

表
す

る
こ

と
で

き
る

4
.
研

究
倫

理
に

基
づ

い
て

、
適

正
な

手
続

き
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

5
.
科

学
的

視
点

か
ら

、
課

題
を

解
決

す
る

こ
と

が
で

き
る

 

1
.
作

業
療

法
に

お
け

る
研

究
の

意
義

と
目

的
を

説
明

す
る

こ
と

が
で

き
る

2
.
研

究
疑

問
の

タ
イ

プ
と

研
究

様
式

の
分

類
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
3
.
研

究
の

流
れ

を
述

べ
る

こ
と

が
で

き
る

4
.
研

究
の

倫
理

的
義

務
・

管
理

的
義

務
及

び
研

究
者

の
責

任
に

つ
い

て
説

明
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

1
.
文

献
の

探
し

方
と

読
み

方
を

理
解

し
、

実
際

に
文

献
検

索
と

抄
読

を
行

い
、

文
献

レ
ビ

ュ
ー

を
行

う
こ

と
が

で
き

る
2
.
興

味
の

あ
る

領
域

に
お

い
て

研
究

疑
問

か
ら

研
究

命
題

を
構

築
す

る
こ

と
が

で
き

る
3
.
文

献
の

探
し

方
と

読
み

方
を

理
解

し
、

実
際

に
文

献
を

読
み

、
研

究
者

の
研

究
疑

問
、

研
究

方
法

、
結

果
、

考
察

の
流

れ
を

理
解

す
る

4
.
研

究
計

画
の

立
案

方
法

、
分

析
方

法
の

理
解

 

1
.
研

究
テ

ー
マ

か
ら

研
究

命
題

を
立

て
る

こ
と

が
で

き
る

2
.
研

究
計

画
を

立
て

る
こ

と
が

で
き

る
3
.
研

究
計

画
に

沿
っ

て
研

究
を

実
施

す
る

こ
と

が
で

き
る

4
.
研

究
倫

理
に

基
づ

い
て

、
適

正
な

手
続

き
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

 

①
自

身
で

ビ
ジ

ネ
ス

プ
ラ

ン
(
事

業
計

画
)
を

一
通

り
立

て
ら

れ
る

。
②

企
業

で
の

事
業

の
成

り
立

ち
や

進
め

方
を

理
解

で
き

る
。

③
チ

ー
ム

メ
ン

バ
ー

と
し

て
、

事
業

を
計

画
す

る
上

で
の

役
割

分
担

に
つ

い
て

理
解

す
る

。
④

資
料

作
成

に
必

要
な

手
法

を
身

に
つ

け
る

。
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基
礎
科
目
の
構
成

社
会

組
織

地
域
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア

科
学

主
要
科
目

敬
心
に
お
け
る
共
生
論

(1
)、
心
理
学
(2
)

主
要
科
目

以
外

社
会
学
(2
)、
実
務
英
会
話

(1
)

職
業
倫
理
(1
)、
チ
ー
ム
ワ
ー

ク
概
論
(1
)

建
築
・
ま
ち
づ
く
り
(2
)、
統

計
学
(2
)、
物
理
学
(2
)、
生
物

学
(2
)

観
光
学
(2
)、
経
営
学

(1
)、
音
楽
文
化
論

(2
)、
法
学
(2
)、
国
際
関

係
論

(1
)

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論
(1
)、
社

会
人
基
礎
力
(1
)、
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
論
(2
)、
国
際
協

力
論
(2
)

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

 
(2
)、
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
Ⅱ
(1
)、
地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
論
(2
)、
地
域
防
災
(2
)

統
計
学
序
論
(2
)、
情
報
リ
テ

ラ
シ
ー
(1
)、
IC
T概

論
(1
)、

健
康
科
学
(2
)、
食
と
健
康

(1
)、
化
学
(2
)、

9
6

4
10

※
（
　
）
内
数
字
は
単
位
数

選
択
科
目

計
29

学
科
名

必
修
選
択
の
別

領
域

リ ハ ビ リ テ | シ ョ ン 学 部

学
部
共
通

必
修
科
目

【資料２】

1



人
体

の
構

造
と

機
能

及
び

心
身

の
発

達

疾
病

と
障

害
の

成
り

立
ち

及
び

回
復

過
程

の
促

進

保
健

医
療

福
祉

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

の
理

念

基
礎

理
学

療
法

学
理

学
療

法
管

理
学

理
学

療
法

評
価

学
理

学
療

法
治

療
学

地
域

理
学

療
法

学
臨

床
実

習
隣

接
他

分
野

統
合

分
野

基
本

的
な

経
営

分
野

保
健

医
療

分
野

の
経

営

総
合

的
な

科
目

2 年 次

後 期 前 期

1 年 次

後 期 前 期

4 年 次

後 期 前 期

3 年 次

後 期 前 期

　
例

）
　

　
　

　
　

→
 2

科
目

必
修

科
目

を
表

す

選
択

科
目

を
表

す

※
枠

内
の

数
字

は
科

目
数

を
表

す

Ｄ
１

:
Ｄ
４

:
Ｄ
２

:
Ｄ
３

:
Ｄ
５

:

理
学
療
法
学
科

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
ツ
リ
ー

展
開

科
目

総
合

科
目

基
礎

科
目

職
業

専
門

科
目

保
健

医
療

分
野

の

専
門

性
共

生
社

会
の

理
解

課
題

解
決

力
応

用
力

組
織

に
お

け
る

経
営

・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
力

6 2

1 1

隣 接 他 分 野

4

統 合 分 野

基 本 的 な 経 営 分 野

保 健 医 療 分 野 の 経 営

1

72

6

1
5

4
1

22

2 222

1

3

1

11

111

1 11

1111

1 1 11

1 13 2

1

2

1 2
2 2

3

111 4

1 68

4

2

1
15 3

1

【資料３】

1



人
体

の
構

造
と

機
能

及
び
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  【 就 業 規 則 】（案） 

《教職員共用》 

（定年） 

第３１条 教職員の定年は、次のとおりとする。 

（１）教員の定年は、原則として満６５歳とし、定年に達した日の属する年度末をも

って退職するものとする。その他、教員の定年に関する事項は別に定める。

（２）職員の定年は、原則として満６０歳とし、定年に達した日の属する年度末をも

って退職するものとする。

２ 前項に係らず学部・学科の新増設、大学院の新設など特別の事情があるときは、

理事会の同意を得て、理事長がその教員の定年を延長することができる。 

（定年後の再雇用） 

第３２条 定年後に本人が希望し、第２４条の解雇事由又は第２８条の退職事由（除

く第４号）に該当しない職員については、満６５歳に達する日の属する年度末まで

これを継続雇用することができる。その他、教員の再雇用に関する事項は別に定め

る。 

２ 前項の職員で、理事長が特に必要と認める場合は、改めて嘱託として再々雇用す

ることがある。 

1
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学校法人 敬心学園  

東京保健医療専門職大学（仮称）

長期履修生規程（案）

（目的）

第１条 この規程は、東京保健医療専門職大学（以下「本学」という。）の学則６１条

（長期履修生）に基づき、 長期履修に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（対象者）

第２条 長期履修の申請をすることのできる者は、通常の学生に比べて時間的に履修や

研究に制限がある者とし、次の各号のいずれかに該当する者とする。

(１)職業を有し、就業している者（自営業や臨時雇用を含む。）ただし、履修や研究

に影響を与えない範囲での軽微なアルバイトやパートタイムに従事する者に

ついては、適用は認められない。

(２)出産、育児又は親族の介護を行う必要のある者

(３)視覚、聴覚、肢体その他の障害がある者 

（４）その他疾病等により、標準修業年限で修了することが困難であると学長が認めた

者

（長期履修期間及び在学年限）

第３条  長期履修の期間は、本学学則第１８条（修業年限）に定める年限に、２年

を超えない範囲内で学長が許可した期間を加えた年数とする。

２ 長期履修を行う学生の在学年限（長期履修を行う期間以外の期間を含む。）は、修

業年限の２倍の年数に、学長が許可した期間を加えた年数とする。

（申請手続き）

第４条  長期履修の適用を希望する者は、入学予定者においては学生募集要項等で定め

た時期、在学生においては毎年度１月末までに、それぞれ次の書類を添えて、学長に

願い出なければならない。

①長期履修学生申請書（本学所定の様式）

②第２条第１項の各号に定める申請資格を証明する書類

③その他、学長が必要と認める書類

（決定）

第５条 長期履修の適用は、前条の申請に基づき、教授会の議を経て、学長が決定する。

1
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（授業料等）

第６条  長期履修学生の授業料等の取扱いは、次のとおりとする。

１ 授業料及び実習費の標準修業年限分に相当する額を長期履修期間に応じて分割し

て納めるものとする。

２ 在学生の場合の授業料及び実習費は、標準修業年限から在学期間を除いた年数分に

相当する額を長期履修期間に応じて分割して納めるものとする。

３ 長期履修期間中（標準修業年限分は除く。）に授業料及び実習費が改定された場合

は、改定後の額で再計算する。

４ 長期履修期間が変更された場合は、変更後の長期履修期間に応じて計算する。

５ 長期履修期間の設備費は、年間設備費の額を納入する。

６ 長期履修期間終了後も在学する場合は、当該年度の授業料、実習費（該当者）、設

備費等を納めるものとする。

（長期履修期間の変更）

第７条 長期履修認可学生が、許可された長期履修期間の延長または短縮を希望する場

合は、許可を受けようとする学年開始の２ヶ月前までに、本学所定の書類を添えて学

長に申請しなければならない。ただし、修了する予定の学年時における延長の申請は

できない。

２ 前項の申請については、長期履修学生として入学した者のみ受け付けることとし、

教授会の議を経て、学長が許可する。

３ 長期履修期間の変更は１年単位で申請できるものとし、本学在学中１回に限り許可

することができる。

４ 変更申請が許可された場合における授業料その他納付金の額は、別に定める。

（長期履修の許可の取消し）

第８条 長期履修認可学生が本学学則及び諸規程に違反したとき、または長期履修に

関し虚偽の申請をしたとき、学長は、教授会の議を経て、長期履修の許可を取り消す

ことができる。

（規程の改廃)  

第９条 この規程の改廃は、教務委員会の意見を聴き、教授会の議を経て、学長が定め

る。

（雑則）

第１０条 この規程に定めるもののほか、運用上必要な事項は、細則等で定める。

２ 前項の運用細則を定めた場合は、運営会議に報告するものとする。

2



附則 

この規程は、平成 32 年４月１日より施行する。
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【資料９】

No 学科 基準品目 品名 メーカー 型式 数量
1 動物解剖器具 動物解剖器具 YAGAMI 不明 20
2 解剖台 解剖台 SHIMADZU 8781 8
3 人体解剖用ｽﾗｲﾄﾞ 人体解剖用ｽﾗｲﾄﾞ(3000枚) 不明 不明 1
4 血圧計 日本精密測器 DS-155E 9
5 血圧計 ｵﾑﾛﾝ HEM-6051 4
6 血圧計 ｹﾝﾂﾒﾃﾞｨｺ 12D26 13
7 血圧計 ｹﾝﾂﾒﾃﾞｨｺ 96I10F 1
8 血圧計 田中産業 SN02-32387 1
9 血圧計 田中産業 SN02-32395 1
10 血圧計 田中産業 SN09-32674 1
11 血圧計 田中産業 SN02-32386 1
12 血圧計 田中産業 SN02-32405 1
13 聴診器 聴診器 広伸 10Z0054 21
14 心電図計 ﾌｸﾀﾞ電子 DS-2150 1
15 心電図計 ﾌｸﾀﾞ電子 FCP-4610 1
16 心電図計 ﾊﾟﾗﾏ･ﾃｯｸ EP-202 5
17 心筋動物実験用具 心筋動物実験用具 APPLIED OFFICE AO-1CH 11
18 ｽﾊﾟｲﾛﾒｰﾀｰ ｽﾊﾟｲﾛﾒｰﾀｰ ﾌｸﾀﾞ電子 SP-310 2
19 呼気ｶﾞｽ分析装置一式 呼気ｶﾞｽﾓﾆﾀｰ用ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ ｺｰﾙﾃｯｸｽ社 Metamax3B 1
20 ﾊﾟﾙｽｵｷｼﾒｰﾀｰ･ﾏｸﾞﾛｰﾃ CASIO OX-0001 5
21 ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ酸素飽和度測定装置 木村医科器 ﾊﾝﾃﾞｨ100 1
22 筋電図測定用具 OG技研 GT-5 1
23 筋電図測定用具 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ ME300P8 1
24 神経筋動物実験用具 ﾀﾞｲﾔﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ DEN-751S 2
25 神経筋動物実験用具 ﾀﾞｲﾔﾒﾃﾞｨｶﾙｼｽﾃﾑ DPS-07 12
26 神経筋動物実験用具 APPLIED OFFICE AOM-8CH 4
27 打鍵器 不明 不明 30
28 音叉 ﾆﾁｵﾝ C128 30
29 ﾍﾟﾝﾗｲﾄ ﾔｶﾞﾐ 不明 20
30 痛覚(ﾙｰﾚｯﾄ) 不明 不明 20
31 知覚計 ﾕﾌ精器 1G-10G 10
32 ﾉｷﾞｽ 不明 不明 20
33 視力表 視力表 半田屋商店 不明 7
34 色盲表 色盲表 半田屋商店 不明 8
35 ﾄﾚｯﾄﾞﾐﾙ ﾗﾝﾆﾝｸﾞﾏｼｰﾝ ｸｲﾝﾄﾝ ST65/55 1
36 自転車ｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ MONARK K3750M 1
37 自転車ｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ ｷｬｯﾄｱｲ EC-1600 1
38 自転車ｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ ｷｬｯﾄｱｲ EC-1200 2
39 自転車ｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ ｷｬｯﾄｱｲ EC-3700 1
40 ﾊﾝﾄﾞｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ ﾊﾝﾄﾞｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ MONARK 881 1
41 ﾏｽﾀｰｽﾃｯﾌﾟﾃｽﾄ ﾏｽﾀｰｽﾃｯﾌﾟﾃｽﾄ ﾔｶﾞﾐ 不明 1
42 ﾏﾙﾁﾝ人体測定器一式 ﾏﾙﾁﾝ人体測定器 TTM PM/PJ 4
43 顕微鏡 ｵﾘﾝﾊﾟｽ CX41 8
44 顕微鏡 YAGAMI YBT-1 4
45 ｽﾄｯﾌﾟｳｫｯﾁ PICCO W071-4000 15
46 ｽﾄｯﾌﾟｳｫｯﾁ CASIO HS-3 4
47 ｽﾄｯﾌﾟｳｫｯﾁ HS-70W 1
48 ｽﾄｯﾌﾟｳｫｯﾁ CITIZEN 不明 1
49 ﾒﾄﾛﾉｰﾑ ﾒﾄﾛﾉｰﾑ SEIKO spm300/350 4
50 医薬品保管用冷蔵庫 医薬品保管用冷蔵庫 SANYO MDF236 1
51 多用途記録装置 汎用ｲﾝｸｼﾞｪｯﾄﾌﾟﾘﾝﾀｰ EPSON CL-760 1
52 重心動揺分析装置 重心動揺分析装置 Patella SLB-401 1
53 運動解析装置 ｷｮｰﾜ EFP-S-2KNSA20 1
54 運動解析装置 Zebris CM-320 1
55 検査測定･治療台 治療用ﾍﾞｯﾄﾞ ｲﾝﾀｰﾘﾊ 不明 23
56 表面温度計 表面温度計 HORIBA IT-540E 4
57 体重計 ﾀﾆﾀ HA-552 8
58 体重計 ﾀﾆﾀ TBF-653 2
59 身長計 ﾔｶﾞﾐ ST-2M 1
60 座高計 ﾔｶﾞﾐ ST-110ND 1
61 ﾒｼﾞｬｰ Nakajima NKS410-069 2
62 ﾒｼﾞｬｰ seiwa pro 29-067 2
63 ﾒｼﾞｬｰ Tajima ｼﾑﾛﾝL 2
64 ﾒｼﾞｬｰ kawaguchi - 18
65 ﾒｼﾞｬｰ Ohji - 2
66 ﾒｼﾞｬｰ HARA - 1
67 関節角度計一式 関節角度計 不明 不明 143
68 ﾋﾟﾝﾁﾒｰﾀｰ 酒井医療 SPR-641 1
69 ﾋﾟﾝﾁﾒｰﾀｰ 不二精工 52B27 1

心電図計測用具一式

教育上必要な機械器具一覧（既設）

血圧計

自転車ｴﾙｺﾞﾒｰﾀｰ

神経検査器具一式

神経筋動物実験用具一式

筋電図測定用具一式

ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝ酸素飽和度測定装
置

形態測定器具一式

ﾒｼﾞｬｰ

運動解析装置
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No 学科 基準品目 品名 メーカー 型式 数量
70 握力計 TTM/Gakken GT53-3 2
71 握力計 YAGAMI YD100 1
72 握力計 TANITA 6103-BL 6
73 背筋力計 背筋力計 ﾔｶﾞﾐ 不明 1
74 姿勢鏡 姿勢鏡 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-510 1
75 歩行器 ｱｸｼｮﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 不明 5
76 歩行器 NABTESCO CONPAL 3
77 歩行器 不明 RC-5 2
78 松葉杖 ﾐﾅﾄ医科学㈱ 不明 25
79 ﾛｽﾄﾗﾝﾄﾞｸﾗｯﾁ ﾐﾅﾄ医科学㈱ U-8430 4
80 ｱﾙﾐｹｲﾝ ｵｰｼﾞｰ技研㈱ RK-122 12
81 四点杖 LUMEX 不明 6
82 ﾛﾚｰﾀｰ CRYSTAL 不明 1
83 折畳みｽﾃｯｷ ﾐﾅﾄ医科学㈱ U-8710 6
84 白杖 不明 不明 1
85 電動式ｷﾞｬｯﾁﾞﾍﾞｯﾄﾞ ﾊﾟﾗﾏｳﾝﾄﾍﾞｯﾄﾞ Q603K 1
86 電動式ｷﾞｬｯﾁﾞﾍﾞｯﾄﾞ ｵｰｼﾞｰ技研㈱ UA-451(ﾁﾙﾄﾃｰﾌﾞﾙ) 1
87 ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器 ﾌｸﾀﾞ電子 DS-2150 1
88 ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器 ﾌｸﾀﾞ電子 FCP-4610 1
89 ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器 ﾊﾟﾗﾏ･ﾃｯｸ EP-202 5
90 ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器 OG技研 GT-5 1
91 ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ ME300P8 1
92 電気冷蔵庫 電気冷蔵庫 SANYO SR-11B 1
93 電気洗濯機 電気洗濯機 TOSHIBA AW-F50G(WT) 1
94 電話機 NTT東日本 HC-TEL-S 1
95 電話機 沖電気 D-12029 1
96 電話機 NEC DT400 2
97 調理道具一式 なべ･ﾌﾗｲﾊﾟﾝ 不明 不明 10
98 改造衣類一式 QUICK ex 不明 1
99 掃除用具一式 掃除機･箒 不明 不明 10
100 ﾗｯﾌﾟﾎﾞｰﾄﾞ ﾗｯﾌﾟﾎﾞｰﾄﾞ 不明 不明 3
101 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ便器 不明 不明 1
102 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ便器 ｱｲ･ｿﾈｯｸｽ ﾅｰｾﾝﾄ 2
103 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ便器 ﾔﾏｻﾞｷ 不明 1
104 ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ便器 ｱﾛﾝ科成 不明 1
105 標準型車椅子 ﾏﾂﾅｶﾞ 不明 4
106 標準型車椅子 ｶﾜﾑﾗ KA22 1
107 標準型車椅子 ｶﾜﾑﾗ KAJ202 2
108 標準型車椅子 ｶﾜﾑﾗ KAT102 14
109 標準型車椅子 日進医療機器 MD-14 1
110 標準型車椅子 日進医療機器 TY-1 1
111 標準型車椅子 日進医療機器 NA-114A 1
112 標準型車椅子 日進医療機器 NA-5 1
113 標準型車椅子 ﾐﾅﾄ医科学 U-9240 3
114 横乗り車椅子(介助型) MIKI LK-3 ﾗｸｰﾈ3 1
115 ｽﾎﾟｰﾂ型 日進医療機器 NAP-2 1
116 車椅子 日進医療機器 ASⅡ 1
117 ﾊﾞｷﾞｰ型 日進医療機器 不明 1
118 ﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ型 不明 不明 1
119 車椅子 ｶﾜﾑﾗ 不明 1
120 車椅子 ｶﾜﾑﾗ KXC16-35 1
121 ｼｬﾜｰ用 ｶﾜﾑﾗ CLF130642 1
122 ﾓｼﾞｭｰﾙ型 ｶﾜﾑﾗ BMJ22-42SB 1
123 足こぎ型 TESS ﾌﾟﾛﾌｧﾝﾄﾞ 1
124 介助型 ｶﾜﾑﾗ KAJ402SB 1
125 電動式車椅子 ﾔﾏﾊ JWI-22B1 1
126 電動式車椅子 ﾔﾏﾊ XA-1 1
127 ｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｽﾘﾝｸﾞ ｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝｽﾘﾝｸﾞ 酒井医療 不明 2
128 ｱｰﾑｽﾘﾝｸﾞ ｱｰﾑｽﾘﾝｸﾞ 酒井医療㈱ SPR-190 3
129 腕可動支持器 腕可動支持器 yamagiwa ERGO REST 4
130 ﾄﾗﾝｽﾌｧｰﾎﾞｰﾄﾞ QUICK ex ｻﾞ･ｸﾞﾗｲﾀﾞｰ 2
131 ﾄﾗﾝｽﾌｧｰﾎﾞｰﾄﾞ Molten ｲｰｼﾞｰﾓｰｼｮﾝ 10
132 手動式 ABILITES DMAW-100426 1
133 電動式 ﾓﾘﾄｰ HBW071 1
134 台所ﾕﾆｯﾄ(車椅子用) 台所ﾕﾆｯﾄ(車椅子用) ｵｰｼﾞｰ技研㈱ 不明 1
135 ﾊﾞｽﾕﾆｯﾄ(車椅子用) ﾊﾞｽﾕﾆｯﾄ(車椅子用) TOTO MR3 1
136 洗面台(車椅子用) 洗面台(車椅子用) TOTO 不明 1
137 入浴用補助用具一式 ｼｬﾜｰﾁｪｱｰ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ PN-L41201 1
138 ｷﾞﾌﾟｽ用具一式 ｷﾞﾌﾟｽ用具 不明 不明 10
139 義足及び各部品 義足及び各部品 鉄道弘済会 不明 10
140 作業台 作業台 不明 不明 10

杖

電動式ｷﾞｬｯﾁﾞﾍﾞｯﾄﾞ

握力計一式
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標準型車椅子

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ便器

電話機

ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器

ﾘﾌﾀｰ

ﾄﾗﾝｽﾌｧｰﾎﾞｰﾄﾞ
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No 学科 基準品目 品名 メーカー 型式 数量
141 視聴覚教材各種 DVD･VHS 運動と医学の出版社など 不明 10
142 ｼｬｰｶｽﾃﾝ 木原医科工業 KSA-4140 1
143 ﾚﾝﾄｹﾞﾝﾌｨﾙﾑﾋﾞｭｱｰ 不明 1
144 鍵盤楽器 ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾋﾟｱﾉ YAMAHA 不明 1
145 ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ LENOVO ThinkCentre M700 small 26
146 人体骨格標本(全身組立) 坂本ﾓﾃﾞﾙ A10 2
147 人体骨格標本(全身組立) 3B 不明 10
148 人体骨格標本(全身個別) 人体骨格標本(全身個別) 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 10
149 人体解剖模型 人体解剖模型 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 1
150 呼吸器模型 呼吸器模型 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 1
151 気管支肺血管分岐模型 気管支肺血管分岐模型 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 1
152 心臓模型 心臓模型 不明 不明 1
153 血管系模型 血管系模型 不明 不明 1
154 脳模型 脳模型 不明 不明 1
155 脊髄横断模型 脊髄横断模型 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 1
156 末梢神経系模型 末梢神経系模型 不明 不明 1
157 感覚器模型(聴覚模型) 感覚器模型(聴覚模型) 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 1
158 感覚器模型(視覚模型) 感覚器模型(視覚模型) 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 2
159 関節種類模型 関節種類模型 坂本ﾓﾃﾞﾙ 不明 1
160 上肢筋模型 上肢筋模型 不明 不明 2
161 下肢筋模型 下肢筋模型 不明 不明 2
162 体温計 CITIZEN CT-412 5
163 体温計 CT-422 10
164 体温計 日本計量器工業 35397000 37
165 ﾀｲﾏｰ ﾀｲﾏｰ TANITA 5342 7
166 体脂肪測定器具 体脂肪測定器具 TANITA HA-552 8
167 ﾊﾞﾈ秤 村上衡器製作所 B100S 4
168 ﾊﾞﾈ秤 ｻﾞﾙﾄﾘｳｽ BJ150S 1
169 筋機能解析装置 ﾊﾝﾄﾞﾍﾙﾄﾞﾀﾞｲﾅﾓﾒｰﾀｰ ｱﾆﾏ㈱ MT-1 2
170 時値計 ｸﾛﾅｷｼｰﾒｰﾀｰ OG GIKEN CX-3 1
171 起立訓練ﾍﾞｯﾄﾞ 起立訓練ﾍﾞｯﾄﾞ OG GIKEN UA-451 1
172 ﾊﾞﾗﾝｽﾎﾞｰﾄﾞ ﾊﾞﾗﾝｽﾎﾞｰﾄﾞ Jakobs 299075095 9
173 平行棒 平行棒 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ TA-11 2
174 階段一式 階段一式 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ 不明 1
175 ｽﾛｰﾌﾟ ｽﾛｰﾌﾟ ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-34 1
176 ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑﾏｯﾄ ﾀｶﾀﾞﾍﾞｯﾄﾞ 不明 2
177 ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑﾏｯﾄ ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-710 2
178 医療用ﾍﾞｯﾄﾞ ﾀｶﾀﾞﾍﾞｯﾄﾞ(黄緑) 不明 8
179 医療用ﾍﾞｯﾄﾞ ﾀｶﾀﾞﾍﾞｯﾄﾞ(青) 不明 2
180 医療用ﾍﾞｯﾄﾞ ﾀｶﾀﾞﾍﾞｯﾄﾞ(青)有孔 不明 10
181 電動ﾍﾞｯﾄﾞ ｲﾝﾀｰﾘﾊ 不明 23
182 ﾏｯﾄ ﾏｯﾄ bella fit 不明 17
183 ﾊﾞﾙｰﾝ ﾊﾞﾙｰﾝ TOGU 不明 3
184 ﾛｰﾙ ﾛｰﾙ Tumble Forms 不明 3
185 三角ﾏｯﾄ 三角ﾏｯﾄ Tumble Forms 不明 3
186 ﾌﾟｯｼｭｱｯﾌﾟ台 ﾌﾟｯｼｭｱｯﾌﾟ台 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-381 3
187 重ｽｲﾊﾞﾝﾄﾞ ｵｰｼﾞｰ技研㈱ 不明 12
188 重ｽｲﾊﾞﾝﾄﾞ ﾐﾅﾄ医科学㈱ 不明 20
189 砂袋 砂袋 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ 不明 10
190 鉄亜鈴 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-538 2
191 鉄亜鈴 ﾐﾅﾄ医科学㈱ K3750M 1
192 ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾌﾚｰﾑ ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾌﾚｰﾑ 酒井医療㈱ SB-200 1
193 滑車 ｵｰﾊﾞｰﾍｯﾄﾞﾌﾚｰﾑ附属品一式 酒井医療㈱ SB-200 1
194 肋木 肋木 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ 不明 1
195 ﾛｰﾗｰﾁｪｱｰ ﾛｰﾗｰﾁｪｱｰ 不明 不明 46
196 足関節矯正用ｳｪｯｼﾞ一式 足関節矯正用ｳｪｯｼﾞ ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-40 1
197 弾性包帯各種一式 ｴﾗｽｺｯﾄ ｱﾙｹｱ㈱ 11621など多数 84
198 歩行介助用ﾍﾞﾙﾄ 歩行介助用ﾍﾞﾙﾄ 不明 不明 4
199 高さの異なる台 高さの異なる台一式 ｵｰｼﾞｰ技研㈱ GH-371 1
200 ﾎｯﾄﾊﾟｯｸ ﾎｯﾄﾊﾟｯｸ 不明 不明 15
201 ﾎｯﾄﾊﾟｯｸ加温器 ﾎｯﾄﾊﾟｯｸ加温器 OG GIKEN PX-101 1
202 ﾊﾟﾗﾌｨﾝ加温器 ﾊﾟﾗﾌｨﾝ加温器 OG GIKEN NS-501 1
203 極超短波治療器 極超短波治療器 OG GIKEN ME-7250 1
204 超音波治療器 超音波治療器 OG GIKEN ES-2 1
205 赤外線治療器 赤外線治療器 長井製作所 NU-310 1
206 紫外線治療器 紫外線治療器 長井製作所 NU-310 1
207 ﾚｰｻﾞｰ治療器 ﾚｰｻﾞｰ治療器 OG GIKEN EL-700 1
208 ｺｰﾙﾄﾞﾊﾟｯｸ ｺｰﾙﾄﾞﾊﾟｯｸ 不明 不明 10
209 ｺｰﾙﾄﾞﾊﾟｯｸ冷却器 ｺｰﾙﾄﾞﾊﾟｯｸ冷却器 Excellence MA-100 1
210 ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀｰ 明光通商㈱ UR-7 4

ﾚﾝﾄｹﾞﾝﾌｨﾙﾑﾋﾞｭｱｰ

人体骨格標本(全身組立)

重ｽｲﾊﾞﾝﾄﾞ

鉄亜鈴

ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑﾏｯﾄ

体位排痰訓練台

ﾊﾞﾈ秤

体温計

PT
OT

PT
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No 学科 基準品目 品名 メーカー 型式 数量
211 電気刺激治療器 NIHON MEDIX TM-5501 1
212 電気刺激治療器 NIHON MEDIX SD-5101 1
213 電気刺激治療器 ITEM MERCURY 2000 1
214 電気刺激治療器 ㈱ｾﾌﾟﾛﾃｯｸ TRP-M1 1
215 頚椎けん引装置 頚椎けん引装置 OG GIKEN OL-700 1
216 腰椎けん引装置 腰椎けん引装置 ﾈｸｻｽ GM-1a 1
217 保護眼鏡 保護眼鏡 不明 不明 18
218 水温計 水温計 佐藤計量器製作所 不明 10
219 部分浴槽 OG GIKEN HK-23 1
220 部分浴槽 OG GIKEN HK-51 1
221 部分浴槽 OG GIKEN HK-52 1
222 部分浴槽 OG GIKEN HK-32 1
223 水治訓練用大型浴槽 水治訓練用大型浴槽 OG GIKEN HK-23 1
224 渦流浴装置 OG GIKEN HK-51 1
225 渦流浴装置 OG GIKEN HK-52 1
226 気泡浴装置 気泡浴装置 OG GIKEN HK-32 1
227 極低温治療器具 ｺｰﾙﾄﾞｽﾌﾟﾚｰ ﾌﾟﾛｱﾊﾞﾝｾ #613ｱｲｽｸｰﾙ 10
228 義手及び各部品 義手及び各部品 鉄道弘済会 不明 10
229 装具･ｽﾌﾟﾘﾝﾄ及び各部品 装具･ｽﾌﾟﾘﾝﾄ及び各部品 鉄道弘済会 不明 10
230 座位保持装置一式(車椅子) 座位保持装置 ｶﾜﾑﾗ KAT102 14
231 装具製作用具一式 装具製作用具 鉄道弘済会 不明 10

1,318合計

渦流浴装置

部分浴槽

電気刺激治療器PT
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No 学科 基準品目 品名 メーカー 型番 数量
1 OT 表面温度計 非接接触式温度計 ｴｰｱﾝﾄﾞﾃﾞｨｰ CISE01TE 6
2 知覚･認知検査一式 PREB学習ﾚﾃﾞｨﾈｽ診断検査ｾｯﾄ 竹井機器 TKK1432 4
3 ﾊﾟｰﾃﾞｭ-ﾍﾟｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ 酒井医療 A929-1. 4
4 ｺｰｽ立方体 ｻｸｾｽﾍﾞﾙ 003-042 4
5 ﾍﾟｸﾞﾎﾞｰﾄﾞｾｯﾄ(大･中･小) 酒井医療 SOT2100 4
6 木工台 工作台 新日本造形 652-601 10
7 電動ﾎﾞｰﾙ盤 電動ﾎﾞｰﾙ盤  台付き 新日本造形 356403/420 1
8 手動式木工用具一式 手動式木工用具一式(4人用) 新日本造形 353-102 10
9 電動木工用具一式 電動木工用具一式 新日本造形 355-155 10
10 陶工用小道具一式 電気陶芸窯(DFA型) 新日本造形 251-765 1
11 電動ろくろ RK-5T型 新日本造形 253373 2
12 手ろくろ手廻し22型 B高さ7㎝ 新日本造形 25433 10
13 陶芸用具ｾｯﾄB(ろくろなし)10人用 新日本造形 254261 10
14 絵付け用用具一式 絵付け･釉がけ用具ｾｯﾄZG-1 新日本造形 254790 10
15 土練器 新日本造形 IP-2253-211 1
16 粘土作品乾燥棚 TW型 新日本造形 253653 1
17 楽焼下絵の具A 10色ｾｯﾄ 新日本造形 25530 10
18 絵の具釉薬楽焼用 新日本造形 255347/255353~361 10
19 陶芸本焼き絵の具 10色ｾｯﾄ 新日本造形 255758 10
20 絵の具釉薬本焼用2L30種 新日本造形 256921~937 10
21 釉薬容器深型樹脂製 10 新日本造形 254763 10
22 小型釉薬各攪拌機 新日本造形 2254-703 1
23 粘土貯蔵容器 新日本造形 2253-555 1
24 粘土貯蔵容器台車 新日本造形 2253-582 1
25 粘土ふるい80目 新日本造形 2253-532 2
26 太鼓づち(58mm) 新日本造形 2351-821 2
27 革細工用具一式 革細工用具ｾｯﾄA 新日本造形 IP-2293-401 10
28 同上用皮(1ｹ250ﾃﾞｼ分)牛半頭10Cm四方 新日本造形 IP-2294-471 -
29 牛皮革(牛半頭分)約1.3㎜厚 1ﾃﾞｼ 新日本造形 240
30 牛皮革(牛半頭分)約1.3㎜厚 1ﾃﾞｼ 新日本造形 251
31 牛皮革(牛半頭分)約1.3㎜厚 1ﾃﾞｼ 新日本造形 251
32 牛皮革(牛半頭分)約1.3㎜厚 1ﾃﾞｼ 新日本造形 248
33 ｸﾗﾌﾄ染料12色ｾｯﾄ 100ml 新日本造形 294600 6
34 ﾄｺﾌｨﾆｯｼｭ 80ml 新日本造形 294641 13
35 皮革 小銭入れ. 新日本造形 294351 40
36 ｺﾊﾟｺｰﾄ赤茶 70ml 新日本造形 2294-63-635 6
37 絵画用具一式 絵画用具一式(ﾎﾟｽﾀｰｶﾗｰﾌﾟﾗｲﾑｾｯﾄ) 新日本造形 515506 10
38 卓上用ｲｰｾﾞﾙ 新日本造形 532332 10
39 画板･合板製8切 新日本造形 535102 10
40 色鉛筆 新日本造形 515088 10
41 ﾎﾟｽﾀｰｶﾗｰﾃﾞｻﾞｲﾝｾｯﾄ 新日本造形 515526 10
42 作業台 作業台 新日本造形 652-589 6
43 七宝用具一式 七宝炉 新日本造形 271596 2
44 七宝用具ｾｯﾄ 新日本造形 271663 10
45 台座(ﾌﾞﾛｰﾁ) 新日本造形 275101 40
46 七宝ｷｰﾎﾙﾀﾞｰ(丸形)ｾｯﾄ 新日本造形 276553 40
47 ﾎｾ10本組 新日本造形 271694 4
48 ｼｬｰﾚ 小 新日本造形 271682 40
49 たがね(16mm) 新日本造形 374081 6
50 金工用具一式 金工用具一式 新日本造形 376201 10
51 銅版ﾘｰﾌ合板 中型 200*150 新日本造形 378265 40
52 彫刻いぶし液 新日本造形 378403 10
53 卓上織機一式 北欧風卓上手織り機 新日本造形 295101 10
54 床上織器  手織り機ﾊﾟｯﾀﾝ 60㎝ 新日本造形 295-232 1
55 経台 新日本造形 10
56 ﾄﾝﾎﾞ 新日本造形 10
57 座繰り 新日本造形 SOT-1530 10
58 ﾓｻﾞｲｸ用具一式 ﾓｻﾞｲｸ用具一式 新日本造形 336256 10
59 NEOﾓｻﾞｲｺ 10色Aｾｯﾄ接着剤付 新日本造形 336120 10
60 ﾓｻﾞｲｸ用接着剤 500g 新日本造形 336261 10
61 目地ｾﾒﾝﾄ白500g 新日本造形 336267 10
62 ﾀｯｸﾎﾞｰﾄﾞ付きﾌﾚｰﾑｾｯﾄ B5 新日本造形 336316 40
63 園芸用具一式 園芸用具 鎌･ｽｺｯﾌﾟ･鍬 新日本造形 574700 10
64 上肢機能検査器具 ARAT ｲﾝﾀｰﾘﾊ IP-ARAT 4
65 ﾎﾞｯｸｽ&ﾌﾞﾛｯｸﾃｽﾄ ｲﾝﾀｰﾘﾊ IP-BBT 4
66 ｽﾃﾌ 酒井医療 SOTｰ3000 4
67 視野計 視野計 竹井機器 TKK101 1
68 ﾌﾘｯｶｰ ﾌﾘｯｶｰ 竹井機器 TKK501C 4

教育上必要な機械器具一覧（新規）
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No 学科 基準品目 品名 メーカー 型番 数量
69 OT 発達検査器具 上田式こども発達簡易検査 竹井機器 TKK1445 4
70 幼児発達検査器ｾｯﾄ 竹井機器 TKK1319 4
71 JMAP 竹井機器 4
72 心理検査器具 心理検査器具Y-G性格検査 竹井機器 TKK1401 4
73 心理検査器具WAIS-III成人知能検査 ｻｸｾｽﾍﾞﾙ 4
74 心理検査器具内田ｸﾚﾍﾟﾘﾝ 竹井機器 TKK11415a 4
75 ｻﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ用具一式 卓上用ｻﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ用具一式 酒井医療 SOT1802 4
76 同上用ｻﾝﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ 酒井医療 SOT1803 4
77 ｽﾁｰﾙﾊﾞｯｸ 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ DY-R528 4
78 ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ機器 GSR2ﾊﾞｲｵﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ ｱﾌﾟﾗｲﾄﾞｵｰﾌｨｽ 3
79 作業療法用音響再生装置一式 作業療法用音響再生装置 ｱｲﾜ IQ-1622 1
80 ｽﾎﾟｰﾂ用具一式 ｻｯｶｰ･ﾊﾞﾄﾞﾐﾝﾄﾝ･ﾊﾞﾚｰﾎﾞｰﾙ一式 ﾐｽﾞﾉｽﾎﾟｰﾂ IQ-1633 1
81 娯楽ｹﾞｰﾑ一式 娯楽ｹﾞｰﾑ一式(ｽﾄﾗｲｸｸｯｼｮﾝﾎﾞｰﾄﾞ) 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ UC-2515 1
82 娯楽ｹﾞｰﾑ ﾊﾞｯｺﾞｰ一式 学研 40-500 1
83 ﾍﾟﾝﾀｸ室内用ｿﾌﾄ球Cｾｯﾄ 3
84 娯楽ｹﾞｰﾑ ﾕﾆﾎｯｸ 一式 学研 34-331 1
85 運動遊具一式 運動遊具一式ﾀｰｹﾞｯﾄｹﾞｰﾑ DML B3916 4
86 運動遊具一式風船ﾊﾞﾚｰｾｯﾄ DML M14751 4
87 運動遊具一式ﾃﾞｯｷ輪投げ ｵｰｼﾞｰ技研 457 4
88 玩具一式 玩具一式ｿﾌﾄｻｲｺﾛ･壁掛けﾀﾞｰﾄ ｵｰｼﾞｰ技研 UC2520*2521*2522 4
89 実習ﾓﾃﾞﾙ人形 小児心肺蘇生用人形 日本3B W44547 4
90 障害者用ﾊﾟｰｿﾅﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ各種 障害者用ｼﾞｮｲｽﾃｨｯｸ仕様PC ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
91 上腕義手･能動式 上腕義手･能動式 啓愛義肢 1
92 上腕義手･装飾用 上腕義手･装飾用 啓愛義肢 1
93 肩義手･装飾用 肩義手･装飾用 啓愛義肢 1
94 肩義手･能動式普通用 肩義手･能動式普通用 啓愛義肢 1
95 肩義手･能動式肩甲鎖骨切除用 肩義手･能動式肩甲鎖骨切除用 啓愛義肢 1
96 前腕義手･能動式 前腕義手･能動式 啓愛義肢 1
97 前腕義手･装飾用 前腕義手･装飾用 啓愛義肢 1
98 手義手･能動式 手義手･能動式 啓愛義肢 1
99 手義手･装飾用 手義手･装飾用ｺｽﾒﾁｯｸﾊﾝﾄﾞ 啓愛義肢 1
100 手部義手 手部義手 啓愛義肢 1
101 手指義手 手指義手 ﾘﾝｸﾞ式 啓愛義肢 1
102 作業用義手 作業用義手 啓愛義肢 1
103 義手ﾁｪｯｸｱｳﾄ用具一式 義手ﾁｪｯｸｱｳﾄ用具一式 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 10
104 ｽﾌﾟﾘﾝﾄ 手関節背屈副子 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
105 拇指対立副子 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
106 屈曲ﾐｯﾄ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
107 ﾅｯｸﾙﾍﾞﾝﾀﾞｰ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
108 ﾃﾉﾃﾞｰｼｽｽﾌﾟﾘﾝﾄ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
109 肩外転副子 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
110 ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｽﾌﾟﾘﾝﾄ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
111 夜間ｽﾌﾟﾘﾝﾄ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
112 ﾌｨﾝｶﾞｰﾅｯｸﾙﾊﾞﾝﾀﾞｰ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
113 ﾏﾚｯﾄﾌｨﾝｶﾞｰ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 1
114 ｽﾌﾟﾘﾝﾄ製作用具一式 ﾋｰﾄﾊﾟﾝ 酒井医療 10
115 ﾋｰﾄｶﾞﾝ 酒井医療 10
116 ﾋｰﾄﾊﾟﾝﾗｲﾅｰ 酒井医療 10
117 ｽﾌﾟﾘﾝﾄｶｯﾀｰ 酒井医療 10
118 ｴﾏｼﾞﾝﾊﾞｻﾐ 酒井医療 10
119 万能ﾊﾞｻﾐ 酒井医療 10
120 ｽﾌﾟﾘﾝﾄﾊﾞｻﾐ 酒井医療 大 10
121 ｽﾌﾟﾘﾝﾄﾊﾞｻﾐ 酒井医療 小 10
122 ﾎｰﾙﾊﾟﾝﾁ 酒井医療 10
123 ﾎﾟﾘﾌｫｰﾑ 酒井医療 10
124 ｱｸｱﾌﾟﾗｽﾄ 酒井医療 10
125 日常家具一式 食器棚・ｿﾌｧｰ・食卓・椅子・ﾃﾚﾋﾞ台・ﾚﾝｼﾞ棚 1
126 調理道具一式 調理道具一式 京都科学 KU26 3
127 自助具 食器･調理器具ｾｯﾄ(15品) 京都科学 UC-1400 1
128 身のまわり応援ｾｯﾄ 京都科学 1
129 ADL練習用ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞｾｯﾄ(7品) 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ EL-1360NC 1
130 ADL練習用下肢ﾄﾞﾚｯｼﾝｸﾞｾｯﾄ(4品) 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ EL-1361NC 1
131 片手用ﾊｻﾐ 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ EL-1400 1
132 形状記憶ｶｽﾀﾑﾊｻﾐ 日本ﾒﾃﾞｨｯｸｽ EL-1406L/R 2
133 環境制御装置一式 環境制御装置 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ ECS-65 1
134 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｴｲﾄﾞ ﾎﾞｲｽｷｬﾘｰ ﾍﾟﾁｬﾗﾌﾞﾙｰ ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 2
135 伝の心 ﾉｰﾄ型 ﾊﾟｼﾌｨｯｸｻﾌﾟﾗｲ 16062011 2
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No 学科 基準品目 品名 メーカー 型番 数量
136 OT その他 ｼﾞｪｴﾘｰﾋﾞｰﾝｽﾞｽｲｯﾁ ﾂｲｽﾄ 2
137 PPSｽｲｯﾁ2009 2
138 ﾎﾟｲﾝﾄﾀｯﾁｽｲｯﾁ 設置ｱｰﾑ別売り 2
139 ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙｱｰﾑ ﾉﾌﾞ式 2
140 直定規(竹) 学研 510625 10
141 直定規(ｽﾃﾝﾚｽ)30ｾﾝﾁ 学研 510611 10
142 その他 一般職業適性検査 竹井機器 TK-11395a 1
143 一般職業適性検査 竹井機器 TK-1302 1
144 一般職業適性検査 竹井機器 TK11395b 1
145 実習総合ｼｽﾃﾑ ﾊﾞｲｵﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ PTB4264 9
146 EOG(眼電図)ｷｯﾄ ﾊﾞｲｵﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ PTK15 9
147 LabChartｿﾌﾄｳｪｱv8 ﾊﾞｲｵﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ MLS600/8 1
148 ﾃﾞｰﾀ収録解析用ﾊﾟｿｺﾝ ﾊﾞｲｵﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 9
149 ﾋﾟﾍﾟｯﾄﾏﾝ P200 ﾑﾄｳ F123601 20
150 ﾋﾟﾍﾟｯﾄﾏﾝ P1000 ﾑﾄｳ F123602 20
151 ﾎﾞﾙﾃｯｸｽｼﾞｪﾆ2 ﾑﾄｳ SI-0286 4
152 ECｳｫｰﾀｰﾊﾞｽ ﾑﾄｳ EW-100R 4
153 卓上小型遠心機 ﾑﾄｳ D1008 4

1,953合計
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体育館・運動場等の利用に関する覚書

学校法人敬心学闘が開学を予定している東京専門職大学（仮称）（以下、「 甲」という。）と公

益財団法人江東区健康スポーツ公社（以下、 「 乙」という。）とは、甲が乙の管理施設を利用する

旨に基本合意をし、ここに覚書を交わした。

（提携の目的）

第l条

乙は、甲の開設予定地周辺で運動施設を管理している。 甲は、入学してくる学生の運動場の確

保 が課題である。甲は、入学予定者に対する学生サー ビスの充実を図るために乙が開設予定地

周辺で管理する複数の体育館・ 運動場等運動施設の利用提携が必要不可欠と考えている。 両

者間の提携により学生の運動施設利用の円滑化を図ることを目的として基本合意する。

（対象施設）

第2条

1. 江東区深川スポーツセンター （大体育室・ 柔道場・剣道場・ 弓道場・ トレーニング室等）

2. 江東区深J11北スポーツセンター （体育室・プール・ トレーニング
、
室等）

3. 江東区スポーツ会館（大体育室・ 小体育室・ 柔道場・剣道場・ 弓道場・プール等）

4. 江東区有明スポーツセンター （大体育室・プール・ トレーニング室等）

5. 江東区亀戸スポーツセンター （大体育室・ 小体育室・プール・ トレーニング室等）

6. 江東区東砂スポーツセンター （大体育室・プール・ トレーニング室等）

7. 江東区健康 センター （トレーニング室等）

（協議事項）

第3条

本書に規定のない事項や後発事項については、互いに協議したうえ決定する。

以上の通り、甲と乙の聞に利用提携に関する基本合意が成立した証として、本書を2 通作成し、甲

乙それぞれ署名捺印のうえ各1通を保有する。

2 019年／月↓）...日

（ 甲 ）住所東京都江東区塩浜2 -22-10

名称 学校法人敬心学園東京専門職大学（仮称）

氏名陶山哲夫（学長予定者）

（ 乙 ）住所東京都江東区東陽2-1-1

名称 公益財団法人江東区健康スポーツ公社

氏名理事長 井出今朝信

以 上
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体育館・運動場等の利用に関する覚書

学校法人敬心学園 が開学を予定している東京専門職大学（仮称）（以下、「 甲」という。）と江
東スポーツ施設運営パートナーズ

、
（以下、「 乙Jという。）とは、甲 が乙の管理施設を利用する旨に基

本合意をし、ここ に覚書を交わした。

（ 提携の目的）
第l条
乙は、甲 の開設予定地周辺で運動施設を管理している。 甲は、入学してくる学生の運動場の確
保が課題である。甲は、入学予定者に対する学生サ ー ビスの充実を図る ために乙が開設予定地
周辺で管理する複数の体育館・運動場等運動施設 の利用提携が必要不可欠と考えている。 両
者問の提携により学生の運動施設利用 の円滑化を図る ことを目的として基本合意する。

（対象施設）
第2条
1. 夢の島競技場（トラック ・フィーノレド等）

2. 夢の島野球場（野球場等）
3. 新砂 運動場（ サッカー 場（外周タータントラック） ・庭球場・運動場等）
4. 潮見野球場・庭球場（野球場・庭球場等）
5. 亀戸野球場・庭球場（野球場・庭球場等）
6. 越中島プール（プール等）
7. 深川庭球場（庭球場等）
8. 豊住庭球場（庭球場等）
9.東砂庭球場（庭球場等）
10.荒川・砂町庭球場（庭球場等）

（ 協議事項）
第3条
本書に規定 のない事項や後発事項 については、互い に協議した うえ決定する。

以上の通り 、甲と乙の聞に利用提携に関する 基本合意 が成立した証として、本書を2 通作成し、甲
乙それぞれ署名捺印のうえ各l通を保有する。

2019年 2 月18日
（ 甲 ）住所東京都江東区塩浜2-22-10

名称学校法人敬心学園東京専門職大学（仮称）
氏名陶山哲夫（学長予定者）

（ 乙 ）住所東京都江東区夢の島ト1-1
名称 江東スポーツ施設運営パートナーズ
氏名江東区屋外スポ｝ツ施設事務所

所長角田 仁志

問問需
回購需
雲間雲
ノI ぞJ)包iliE
iム言霜雪
弓

一

市｜車同そ

ニミ萄半J上
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（１）年度別使用計画

専門職大学 共用 専門学校 専門職大学 共用 専門学校
ラウンジ 216.26 共用 専用
運動室 141.54 共用 専用
101水治室 68.98 共用 専用
102ADL室 72.62 共用 専用
入試広報室 53.99 専用 専用
事務室 164.46 共用 専用
非常勤講師室 53.25 共用 専用
検査室 → (H33)ｷｬﾘｱ支援室 56.83 専用 専用
相談室/医務室 → (H33)医務室 41.69 共用 専用
トイレ、廊下 他 954.93 共用 専用
111ADL室 兼 動作解析室 132.87 共用 専用
112基礎医学実習室 128.35 共用 専用
113補装具室 128.83 共用 専用
基礎実習室 → (H33)相談室 52.19 専用 専用
言語相談室 → (H33)情報処理室 142.24 専用 専用
トイレ、廊下 他 350.73 共用 専用
201講義室 112.40 専用 専用
202講義室 109.88 専用 専用
203講義室 108.34 専用 専用
204講義室 110.13 専用 専用
教員室 → (H34)大会議室 93.87 専用 専用
教材作成室 → (H33)会議室1 51.55 専用 専用
訓練室 → (H33)会議室2 59.36 専用 専用
トイレ、廊下 他 742.31 共用 専用
図書室 341.94 共用 専用
情報処理室 → (H33)閲覧席 129.99 共用 専用
柔道場 → (H33)研究実験室 50.21 共用 専用
柔道場 → (H33)応接室 42.40 共用 専用
柔道場 → (H33)学長室(兼校長室) 37.18 共用 共用
柔道場 → (H33)面談室 21.28 共用 専用
トイレ、廊下 他 308.59 共用 専用
301講義室 112.75 専用 専用
302講義室 110.03 専用 専用
303講義室 112.75 専用 専用
304講義室 112.75 専用 専用
305講義室 110.03 専用 専用
会議室1･2 → (H33)306講義室 112.75 共用 専用
女子更衣室 128.39 共用 専用
トイレ、廊下 他 490.43 共用 専用
学長室 兼 校長室 → (H33)311演習室 43.07 共用 専用
研究実験室 49.66 専用 専用
個人研究室1～25 401.90 専用 専用
トイレ、廊下 他 365.90 共用 専用
401講義室 112.75 専用 専用
402講義室 110.03 専用 専用
403講義室 112.75 専用 専用
404講義室 112.75 専用 専用
405講義室 110.03 専用 専用
406講義室 112.75 専用 専用
男子更衣室 127.74 共用 専用
トイレ、廊下 他 491.08 共用 専用
411評価実習室 101.65 専用 専用
412レクリエーション室 98.80 専用 専用
413機能訓練室 96.84 共用 専用
414演習室 43.07 専用 専用
個人研究室1～10 172.47 専用 専用
トイレ、廊下 他 347.70 共用 専用
501～505演習室 276.19 専用 専用
506多目的室 128.39 専用 専用
507基礎作業実習室(木工・金工) 112.75 専用 専用
508基礎作業実習室(陶工･絵画) 110.03 専用 専用
509基礎作業実習室(織物・手工芸) 112.75 専用 専用
トイレ、廊下 他 549.77 専用 専用
511治療室 127.17 共用 専用
研究実験室 → (H33)512準備室 43.26 専用 専用
513治療実習室 124.13 専用 専用
514演習室 43.07 専用 専用
個人研究室1～10 172.47 専用 専用
トイレ、廊下 他 350.43 共用 専用
611大教室 196.35 専用 専用
612自習室 147.79 専用 専用
個人研究室1～9 154.79 専用 専用
トイレ、廊下 他 336.19 専用 専用

その他 管理設備 692.17 専用 専用
合計 13,057.71 5,351.01 6,809.91 896.79 12,816.53 37.18 204.00

3階

本館

別館

1階

本館

別館

2階

本館

別館

専門職大学と専門学校の教室等使用計画

階 館 室名 面積(㎡)
平成32年度 平成33年度

4階

本館

別館

5階

6階

別館

本館

別館

1
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専門職大学 共用 専門学校 専門職大学 共用 専門学校
ラウンジ 216.26 専用 専用
運動室 141.54 専用 専用
101水治室 68.98 専用 専用
102ADL室 72.62 専用 専用
入試広報室 53.99 専用 専用
事務室 164.46 専用 専用
非常勤講師室 53.25 専用 専用
検査室 → (H33)ｷｬﾘｱ支援室 56.83 専用 専用
相談室/医務室 → (H33)医務室 41.69 専用 専用
トイレ、廊下 他 954.93 専用 専用
111ADL室 兼 動作解析室 132.87 専用 専用
112基礎医学実習室 128.35 専用 専用
113補装具室 128.83 専用 専用
基礎実習室 → (H33)相談室 52.19 専用 専用
言語相談室 → (H33)情報処理室 142.24 専用 専用
トイレ、廊下 他 350.73 専用 専用
201講義室 112.40 専用 専用
202講義室 109.88 専用 専用
203講義室 108.34 専用 専用
204講義室 110.13 専用 専用
教員室 → (H34)大会議室 93.87 専用 専用
教材作成室 → (H33)会議室1 51.55 専用 専用
訓練室 → (H33)会議室2 59.36 専用 専用
トイレ、廊下 他 742.31 専用 専用
図書室 341.94 専用 専用
情報処理室 → (H33)閲覧席 129.99 専用 専用
柔道場 → (H33)研究実験室 50.21 専用 専用
柔道場 → (H33)応接室 42.40 専用 専用
柔道場 → (H33)学長室(兼校長室) 37.18 専用 専用
柔道場 → (H33)面談室 21.28 専用 専用
トイレ、廊下 他 308.59 専用 専用
301講義室 112.75 専用 専用
302講義室 110.03 専用 専用
303講義室 112.75 専用 専用
304講義室 112.75 専用 専用
305講義室 110.03 専用 専用
会議室1･2 → (H33)306講義室 112.75 専用 専用
女子更衣室 128.39 専用 専用
トイレ、廊下 他 490.43 専用 専用
学長室 兼 校長室 → (H33)311演習室 43.07 専用 専用
研究実験室 49.66 専用 専用
個人研究室1～25 401.90 専用 専用
トイレ、廊下 他 365.90 専用 専用
401講義室 112.75 専用 専用
402講義室 110.03 専用 専用
403講義室 112.75 専用 専用
404講義室 112.75 専用 専用
405講義室 110.03 専用 専用
406講義室 112.75 専用 専用
男子更衣室 127.74 専用 専用
トイレ、廊下 他 491.08 専用 専用
411評価実習室 101.65 専用 専用
412レクリエーション室 98.80 専用 専用
413機能訓練室 96.84 専用 専用
414演習室 43.07 専用 専用
個人研究室1～10 172.47 専用 専用
トイレ、廊下 他 347.70 専用 専用
501～505演習室 276.19 専用 専用
506多目的室 128.39 専用 専用
507基礎作業実習室(木工・金工) 112.75 専用 専用
508基礎作業実習室(陶工･絵画) 110.03 専用 専用
509基礎作業実習室(織物・手工芸) 112.75 専用 専用
トイレ、廊下 他 549.77 専用 専用
511治療室 127.17 専用 専用
研究実験室 → (H33)512準備室 43.26 専用 専用
513治療実習室 124.13 専用 専用
514演習室 43.07 専用 専用
個人研究室1～10 172.47 専用 専用
トイレ、廊下 他 350.43 専用 専用
611大教室 196.35 専用 専用
612自習室 147.79 専用 専用
個人研究室1～9 154.79 専用 専用
トイレ、廊下 他 336.19 専用 専用

その他 管理設備 692.17 専用 専用
合計 13,057.71 13,057.71 0.00 0.00 13,057.71 0.00 0.00

平成35年度
階 館 室名 面積(㎡)

平成34年度

1階

本館

別館

2階

本館

別館

3階

本館

別館

4階

本館

別館

5階

本館

別館

6階 別館

2
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学
Ⅰ

4
0
3

統
計

学
4
0
3

物
理

学
4
0
3

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

基
礎

作
業

実
習

室
/

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョン
室

2
組

人
間

発
達

学
4
0
4

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

4
0
4

臨
床

心
理

学
4
0
4

栄
養

学
（
前

半
）
/
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

(後
半

)
4
0
4

生
理

学
Ⅱ

4
0
4

1
組

聴
覚

心
理

学
2
0
1

臨
床

歯
科

医
学

2
0
1

生
涯

発
達

心
理

2
0
1

障
害

児
教

育
概

論
2
0
1

機
能

性
構

音
障

害
2
0
1

2
組

高
次

脳
機

能
障

害
2
0
2

総
合

心
理

学
2
0
2

嚥
下

障
害

2
0
2

自
閉

症
2
0
2

発
声

発
語

・
嚥

下
障

害
演

習
2
0
2

1
組

脊
椎

損
傷

の
理

学
療

法
2
0
3

高
次

脳
機

能
障

害
2
0
3

装
具

学
2
0
3

生
理

学
2
0
3

精
神

医
学

2
0
3

2
組

臨
床

心
理

学
2
0
5

精
神

医
学

2
0
5

解
剖

学
2
0
5

呼
吸

器
疾

患
2
0
5

骨
関

節
疾

患
2
0
5

1
組

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
4
0
1

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

運
動

療
法

学
総

論
4
0
1

生
理

学
Ⅱ

4
0
1

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
4
0
1

2
組

統
計

学
4
0
2

生
理

学
Ⅱ

4
0
2

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

栄
養

学
（
前

半
）

4
0
2

臨
床

心
理

学
（
前

半
）

4
0
2

1
組

人
間

発
達

学
4
0
3

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

4
0
3

臨
床

心
理

学
4
0
3

栄
養

学
（
前

半
）
/
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

(後
半

)
4
0
3

生
理

学
Ⅱ

4
0
3

2
組

運
動

学
Ⅰ

4
0
4

統
計

学
4
0
4

物
理

学
4
0
4

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

基
礎

作
業

実
習

室
/

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョン
室

1
組

高
次

脳
機

能
障

害
2
0
1

総
合

心
理

学
2
0
1

嚥
下

障
害

2
0
1

自
閉

症
2
0
1

発
声

発
語

・
嚥

下
障

害
演

習
2
0
1

2
組

総
合

基
礎

医
学

2
0
2

リ
ハ

医
学

2
0
2

臨
床

福
祉

概
論

2
0
2

発
声

発
語

・
嚥

下
障

害
演

習
2
0
2

成
人

聴
覚

障
害

2
0
2

1
組

臨
床

心
理

学
2
0
3

精
神

医
学

2
0
3

解
剖

学
2
0
3

呼
吸

器
疾

患
2
0
3

骨
関

節
疾

患
2
0
3

2
組

運
動

療
法

2
0
5

小
児

先
天

性
疾

患
2
0
5

内
部

障
害

2
0
5

理
学

療
法

教
育

管
理

理
論

2
0
5

地
域

保
健

・
福

祉
論

2
0
5

1
組

物
理

学
4
0
1

生
理

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

共
生

福
祉

論
4
0
1

2
組

生
理

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
2

人
間

発
達

学
4
0
2

1
組

共
生

福
祉

論
4
0
3

作
業

療
法

評
価

学
概

論
4
0
3

組
織

･人
材

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
理

論
と

実
践

4
0
3

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
3

2
組

解
剖

学
Ⅱ

4
0
4

共
生

福
祉

論
4
0
4

作
業

療
法

評
価

学
概

論
4
0
4

実
務

英
会

話
4
0
4

1
組

総
合

基
礎

医
学

2
0
1

リ
ハ

医
学

2
0
1

臨
床

福
祉

概
論

2
0
1

発
声

発
語

・
嚥

下
障

害
演

習
2
0
1

成
人

聴
覚

障
害

2
0
1

2
組

聴
覚

心
理

学
2
0
2

臨
床

歯
科

医
学

2
0
2

生
涯

発
達

心
理

2
0
2

障
害

児
教

育
概

論
2
0
2

機
能

性
構

音
障

害
2
0
2

1
組

運
動

療
法

2
0
3

小
児

先
天

性
疾

患
2
0
3

内
部

障
害

2
0
3

理
学

療
法

教
育

管
理

理
論

2
0
3

地
域

保
健

・
福

祉
論

2
0
3

2
組

脊
椎

損
傷

の
理

学
療

法
2
0
5

高
次

脳
機

能
障

害
2
0
5

装
具

学
2
0
5

生
理

学
2
0
5

精
神

医
学

2
0
5

1
組

運
動

学
Ⅰ

4
0
1

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
1

人
間

発
達

学
4
0
1

2
組

物
理

学
4
0
2

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
実

習
治

療
室

/

治
療

実
習

室
基

礎
理

学
療

法
評

価
学

4
0
2

1
組

解
剖

学
Ⅱ

4
0
3

実
務

英
会

話
4
0
3

2
組

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
4
0
4

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
4

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

音
楽

文
化

論
/
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

Ⅰ
4
0
3
/
4
0
4

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

概
論

(前
半

)
4
0
1
/
4
0
2

4
0
3
/
4
0
4

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

概
論

(前
半

)

法
学

/
化

学
4
0
1
/
4
0
2

健
康

科
学

4
0
3

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅰ
(前

半
)/

国
際

関
係

論
(後

半
)/

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
(後

半
)

4
0
3
/
4
0
4

社
会

人
基

礎
力

/
地

域
防

災
4
0
3
/
4
0
4

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
(前

半
)/

健
康

科
学

国
際

関
係

論
(前

半
)

4
0
1

4
0
1
/
4
0
2

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
4
0
3

音
楽

文
化

論
/
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

Ⅰ
4
0
1
/
4
0
2

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅰ
 

（
前

半
）

4
0
1

社
会

人
基

礎
力

/
食

と
健

康
（
前

半
）

4
0
1
/

家
政

実
習

室

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
/
地

域
防

災
食

と
健

康
（
前

半
）

4
0
1
/
4
0
2
/

家
政

実
習

室

化
学

/
食

と
健

康
（
後

半
）

4
0
3
/

家
政

実
習

室

法
学

/
食

と
健

康
（
後

半
）

4
0
3
/

家
政

実
習

室

5
限

1
年

P
T

O
T

2
年

S
T

3
年

P
T

4
限

1
年

P
T

O
T

2
年

S
T

3
年

P
T

3
限

1
年

P
T

O
T

2
年

S
T

3
年

P
T

S
T

3
年

P
T

2
限

1
年

P
T

O
T

2
年

S
T

3
年

P
T

1
限

1
年

P
T

O
T

2
年

専
門

職
大

学
と

専
門

学
校

の
時

間
割

平
成

3
2
年

度
 時

間
割

（
後

期
）

時
限

学
年

学
科

組
月

火
水

木
金

2



専
門

職
大

学
専

門
学

校

科
目

教
室

科
目

教
室

科
目

教
室

科
目

教
室

科
目

教
室

1
組

社
会

学
4
0
1

生
物

学
4
0
1

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

4
0
1

生
理

学
Ⅰ

4
0
1

敬
心

に
お

け
る

共
生

論
(前

半
)/

リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

(後
半

)
4
0
1

2
組

心
理

学
4
0
2

職
業

倫
理

(前
半

)
4
0
2

解
剖

学
Ⅰ

4
0
2

リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

（
前

半
）

4
0
2

基
礎

理
学

療
法

概
論

4
0
2

1
組

作
業

療
法

学
概

論
4
0
3

解
剖

学
Ⅰ

4
0
3

生
物

学
4
0
3

生
理

学
Ⅰ

4
0
3

2
組

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

基
礎

作
業

実
習

室
/

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョン
室

敬
心

に
お

け
る

共
生

論
(前

半
)/

 基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

(後
半

)
4
0
4
/
基

礎
作

業
実

習

室
・ レ

ク
リ
エ

ー
シ

ョン
室

作
業

療
法

管
理

学
Ⅰ

4
0
4

職
業

倫
理

（
前

半
）

4
0
4

心
理

学
4
0
4

1
組

実
践

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
戦

略
4
0
5

神
経

理
学

療
法

評
価

学
4
0
5

運
動

生
理

学
4
0
5

2
組

理
学

療
法

管
理

学
Ⅰ

(前
半

)
4
0
6

神
経

内
科

学
4
0
6

1
組

機
能

解
剖

学
3
0
1

運
動

学
Ⅱ

3
0
1

実
践

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
戦

略
3
0
1

精
神

機
能

作
業

療
法

評
価

学
3
0
1

作
業

療
法

学
各

論
3
0
1

2
組

生
理

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

高
齢

期
作

業
療

法
評

価
学

3
0
2

整
形

外
科

学
3
0
2

発
達

障
害

作
業

療
法

評
価

学
3
0
2

身
体

機
能

作
業

療
法

評
価

学
3
0
2

1
組

心
理

学
4
0
1

職
業

倫
理

(前
半

)
4
0
1

解
剖

学
Ⅰ

4
0
1

リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

（
前

半
）

4
0
1

基
礎

理
学

療
法

概
論

4
0
1

2
組

社
会

学
4
0
2

生
物

学
4
0
2

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

4
0
2

生
理

学
Ⅰ

4
0
2

敬
心

に
お

け
る

共
生

論
(前

半
)/

リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

(後
半

)
4
0
2

1
組

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

基
礎

作
業

実
習

室
/

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョン
室

敬
心

に
お

け
る

共
生

論
(前

半
)/

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

(後
半

)
4
0
4
/
基

礎
作

業
実

習

室
・レ

ク
リ
エ

ー
シ

ョン
室

作
業

療
法

管
理

学
Ⅰ

4
0
3

職
業

倫
理

（
前

半
）

4
0
3

心
理

学
4
0
3

2
組

作
業

療
法

学
概

論
4
0
4

解
剖

学
Ⅰ

4
0
4

生
物

学
4
0
4

生
理

学
Ⅰ

4
0
4

1
組

理
学

療
法

管
理

学
Ⅰ

(前
半

)
4
0
5

神
経

理
学

療
法

評
価

学
実

習
治

療
室

/
治

療
実

習
室

神
経

内
科

学
4
0
5

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

実
習

治
療

室
/

治
療

実
習

室

2
組

実
践

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
戦

略
4
0
6

運
動

生
理

学
4
0
6

整
形

外
科

学
4
0
6

1
組

生
理

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

3
0
1

整
形

外
科

学
3
0
1

発
達

障
害

作
業

療
法

評
価

学
3
0
1

身
体

機
能

作
業

療
法

評
価

学
3
0
1

2
組

機
能

解
剖

学
3
0
2

運
動

学
Ⅱ

3
0
2

精
神

機
能

作
業

療
法

評
価

学
3
0
2

作
業

療
法

学
各

論
3
0
2

1
組

実
務

英
会

話
4
0
1

2
組

建
築

・
ま

ち
づ

く
り

4
0
2

1
組

社
会

学
4
0
3

2
組

建
築

・
ま

ち
づ

く
り

4
0
4

1
組

整
形

外
科

学
4
0
5

2
組

運
動

学
Ⅱ

4
0
6

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

4
0
6

神
経

理
学

療
法

評
価

学
4
0
6

1
組

ビ
ジ

ネ
ス

の
た

め
の

法
律

(前
半

)/
病

理
学

(後
半

)
3
0
1

高
齢

期
作

業
療

法
評

価
学

3
0
1

2
組

ビ
ジ

ネ
ス

の
た

め
の

法
律

（
前

半
）

3
0
1

内
科

学
3
0
2

3
0
2

1
組

建
築

・
ま

ち
づ

く
り

4
0
1

2
組

実
務

英
会

話
4
0
2

1
組

建
築

・
ま

ち
づ

く
り

4
0
3

2
組

社
会

学
4
0
4

1
組

運
動

学
Ⅱ

4
0
5

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

4
0
5

2
組

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

実
習

治
療

室
/

治
療

実
習

室
神

経
理

学
療

法
評

価
学

実
習

治
療

室
/

治
療

実
習

室

1
組

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅱ
(前

半
)

3
0
1

内
科

学
3
0
1

2
組

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅱ
(前

半
)/

病
理

学
(後

半
)

3
0
1
/
3
0
2

実
践

マ
ー

ケ
テ

ィ
ン

グ
戦

略
3
0
2

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

4
0
1
/
4
0
2

経
営

学
(前

半
･後

半
)/

国
際

関
係

論
(前

半
)/

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
(後

半
)

観
光

学
/
国

際
協

力
論

3
0
1
/
3
0
2

4
0
1

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ
プ

論
（
前

半
・
後

半
）

音
楽

文
化

論
4
0
1

ビ
ジ

ネ
ス

の
た

め
の

法
律

(前
半

)
4
0
5

健
康

科
学

/
食

と
健

康
（
前

半
）

4
0
1
/

家
政

実
習

室
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョン
論

4
0
1

4
0
3
/
4
0
4

法
学

4
0
3

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ
プ

論
（
前

半
・
後

半
）
/
化

学
4
0
3
/
4
0
4

経
営

学
(前

半
･後

半
）

/
国

際
関

係
論

(前
半

）
4
0
3
/
4
0
4

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
/
地

域
防

災
4
0
3
/
4
0
4

社
会

人
基

礎
力

/
統

計
学

序
論

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅰ
4
0
1

ビ
ジ

ネ
ス

の
た

め
の

IT
(前

半
)

4
0
5

ビ
ジ

ネ
ス

の
た

め
の

IT
(前

半
)/

IC
T
概

論
(後

半
)

3
0
1

法
学

4
0
1

化
学

4
0
1

統
計

学
序

論
/
食

と
健

康
（
後

半
）

4
0
3
/

家
政

実
習

室

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅱ
3
0
1

IC
T
概

論
（
後

半
）

3
0
1

観
光

学
3
0
1

実
践

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅱ
 

(前
半

)/
IC

T
概

論
(後

半
)

4
0
5

観
光

学
/
国

際
協

力
論

4
0
5
/
4
0
6

4
0
5
/
4
0
6

4
0
5

5
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

4
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

3
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

2
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

1
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

専
門

職
大

学
と

専
門

学
校

の
時

間
割

平
成

3
3
年

度
 時

間
割

（
前

期
）

時
限

学
年

学
科

組
月

火
水

木
金

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョン
論

4
0
5

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョン
論

3
0
1

4
0
3
/
4
0
4

観
光

学
/
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

Ⅱ
IC

T
概

論
（
前

半
）

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョン
論

4
0
3

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
/

地
域

防
災

/
食

と
健

康
（
前

半
）

4
0
1
/
4
0
2

家
政

実
習

室
社

会
人

基
礎

力
/
統

計
学

序
論

4
0
1
/
4
0
2

統
計

学
序

論
4
0
1

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅰ
/

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
(前

半
)/

食
と

健
康

(後
半

)
4
0
3
/
4
0
4

家
政

実
習

室

音
楽

文
化

論
/
健

康
科

学

3



専
門

職
大

学
専

門
学

校

科
目

教
室

科
目

教
室

科
目

教
室

科
目

教
室

科
目

教
室

1
組

統
計

学
4
0
1

解
剖

学
Ⅱ

4
0
1

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
実

習
多

目
的

室
/

評
価

実
習

室
(検

査
室

)
栄

養
学

（
前

半
）

4
0
1

臨
床

心
理

学
（
前

半
）

4
0
1

2
組

共
生

福
祉

論
4
0
2

運
動

学
Ⅰ

4
0
2

解
剖

学
Ⅱ

4
0
2

運
動

療
法

学
総

論
4
0
2

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
4
0
2

1
組

運
動

学
Ⅰ

4
0
3

統
計

学
4
0
3

物
理

学
4
0
3

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

基
礎

作
業

実
習

室
/

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

室

2
組

人
間

発
達

学
4
0
4

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

4
0
4

臨
床

心
理

学
4
0
4

栄
養

学
（
前

半
）
/
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

(後
半

)
4
0
4

生
理

学
Ⅱ

4
0
4

1
組

日
常

生
活

活
動

学
4
0
5

運
動

器
理

学
療

法
学

4
0
5

神
経

理
学

療
法

学
実

習
機

能
訓

練
室

/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

運
動

学
実

習
動

作
解

析
室

/
多

目
的

室
身

体
障

害
へ

の
支

援
シ

ス
テ

ム
工

学
Ⅰ

4
0
5

2
組

神
経

理
学

療
法

学
実

習
機

能
訓

練
室

/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

4
0
6

運
動

学
Ⅱ

4
0
6

日
常

生
活

活
動

学
4
0
6

内
科

学
4
0
6

1
組

運
動

生
理

学
3
0
1

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

評
価

学
3
0
1

神
経

内
科

学
3
0
1

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
3
0
1

2
組

運
動

学
実

習
動

作
解

析
室

/
基

礎
医

学
実

習
室

精
神

医
学

3
0
2

3
0
2

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
評

価
学

3
0
2

1
組

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
4
0
1

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

運
動

療
法

学
総

論
4
0
1

生
理

学
Ⅱ

4
0
1

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
4
0
1

2
組

統
計

学
4
0
2

生
理

学
Ⅱ

4
0
2

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

栄
養

学
（
前

半
）

4
0
2

臨
床

心
理

学
（
前

半
）

4
0
2

1
組

人
間

発
達

学
4
0
3

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

4
0
3

臨
床

心
理

学
4
0
3

栄
養

学
（
前

半
）
/
リ
ハ

ビ
リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

(後
半

)
4
0
3

生
理

学
Ⅱ

4
0
3

2
組

運
動

学
Ⅰ

4
0
4

統
計

学
4
0
4

物
理

学
4
0
4

解
剖

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

基
礎

作
業

実
習

室
/

レ
ク

リ
エ

ー
シ

ョ
ン

室

1
組

日
常

生
活

活
動

学
実

習
家

政
実

習
室

/
機

能
訓

練
室

/

治
療

室
/
治

療
実

習
室

運
動

器
理

学
療

法
学

実
習

機
能

訓
練

室
/
治

療

室
/
治

療
実

習
室

神
経

理
学

療
法

学
4
0
5

運
動

学
Ⅱ

4
0
5

内
科

学
4
0
5

2
組

神
経

理
学

療
法

学
4
0
6

運
動

器
理

学
療

法
学

4
0
6

運
動

学
実

習
動

作
解

析
室

/
治

療
室

日
常

生
活

活
動

学
実

習
家

政
実

習
室

/
機

能
訓

練
室

/

治
療

室
/
治

療
実

習
室

救
急

救
命

の
基

礎
治

療
室

1
組

運
動

学
実

習
動

作
解

析
室

/
基

礎
医

学
実

習
室

精
神

医
学

3
0
1

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
評

価
学

3
0
1

2
組

運
動

生
理

学
3
0
2

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

評
価

学
3
0
2

神
経

内
科

学
3
0
2

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
3
0
2

1
組

物
理

学
4
0
1

生
理

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

共
生

福
祉

論
4
0
1

2
組

生
理

学
実

習
基

礎
医

学
実

習
室

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
2

人
間

発
達

学
4
0
2

1
組

共
生

福
祉

論
4
0
3

作
業

療
法

評
価

学
概

論
4
0
3

組
織

･人
材

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

の
理

論
と

実
践

4
0
3

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
3

2
組

解
剖

学
Ⅱ

4
0
4

共
生

福
祉

論
4
0
4

作
業

療
法

評
価

学
概

論
4
0
4

実
務

英
会

話
4
0
4

1
組

保
健

医
療

経
営

Ⅰ
4
0
5

救
急

救
命

の
基

礎
治

療
室

2
組

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス

テ
ム

工
学

Ⅰ
4
0
6

1
組

保
健

医
療

経
営

Ⅰ
3
0
1

2
組

救
急

救
命

の
基

礎
多

目
的

室
/

機
能

訓
練

室

1
組

運
動

学
Ⅰ

4
0
1

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
1

人
間

発
達

学
4
0
1

2
組

物
理

学
4
0
2

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
実

習
治

療
室

/

治
療

実
習

室
基

礎
理

学
療

法
評

価
学

4
0
2

1
組

解
剖

学
Ⅱ

4
0
3

実
務

英
会

話
4
0
3

2
組

組
織

・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
4
0
4

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

経
営

戦
略

論
4
0
4

1
組

2
組

保
健

医
療

経
営

Ⅰ
4
0
6

1
組

救
急

救
命

の
基

礎
多

目
的

室
/

機
能

訓
練

室

2
組

保
健

医
療

経
営

Ⅰ
3
0
2

1
組

2
組

1
組

2
組

1
組

2
組

運
動

器
理

学
療

法
学

実
習

機
能

訓
練

室
/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

1
組

2
組

音
楽

文
化

論
/
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

Ⅰ
4
0
3
/
4
0
4

コ
ー

チ
ン

グ
の

理
論

と
ス

ポ
ー

ツ
と

の
連

携
Ⅰ

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1
/
4
0
2

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス

テ
ム

工
学

Ⅰ

4
0
5

3
0
1

法
学

/
化

学
4
0
1
/
4
0
2

音
楽

療
法

に
よ

る
Q

O
L
の

維
持

向
上

Ⅰ
3
0
1

在
宅

サ
ー

ビ
ス

の
事

業
経

営
(前

半
)

3
0
1

健
康

科
学

4
0
3

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅰ
(前

半
)/

国
際

関
係

論
(後

半
)/

情
報

リ
テ

ラ
シ

ー
(後

半
)

4
0
3
/
4
0
4

国
際

協
力

論
4
0
5

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス

ポ
ー

ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅰ

4
0
5

4
0
5

在
宅

サ
ー

ビ
ス

の
事

業
経

営
(後

半
)

国
際

協
力

論
3
0
1

社
会

人
基

礎
力

/
地

域
防

災
4
0
3
/
4
0
4

実
務

リ
ー

ダ
ー

の
た

め
の

財
務

会
計

Ⅰ
（
前

半
）

4
0
1

化
学

/
食

と
健

康
（
後

半
）

4
0
3
/

家
政

実
習

室

社
会

人
基

礎
力

/
食

と
健

康
（
前

半
）

4
0
1
/

家
政

実
習

室

国
際

関
係

論
(前

半
）

音
楽

文
化

論
/
ス

ポ
ー

ツ
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

Ⅰ
情

報
リ
テ

ラ
シ

ー
(前

半
)/

健
康

科
学

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

ツ
ー

リ
ズ

ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
4
0
5

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
/
地

域
防

災
食

と
健

康
（
前

半
）

4
0
1
/
4
0
2
/

家
政

実
習

室
4
0
1

法
学

/
食

と
健

康
（
後

半
）

4
0
3
/

家
政

実
習

室
地

域
ボ

ラ
ン

テ
ィ
ア

論
4
0
3

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

概
論

(前
半

)

3
0
1

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅱ
3
0
1

手
話

に
よ

る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

Ⅰ
4
0
5

ス
ポ

ー
ツ

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

Ⅱ
4
0
5

4
0
5

手
話

に
よ

る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

Ⅰ

4
0
1
/
4
0
2

チ
ー

ム
ワ

ー
ク

概
論

(前
半

)
4
0
3
/
4
0
4

5
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

4
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

専
門

職
大

学
と

専
門

学
校

の
時

間
割

平
成

3
3
年

度
 時

間
割

(後
期

)

時
限

学
年

学
科

組
月

火
水

木
金

美
容

ケ
ア

に
よ

る
Q

O
L
の

維
持

向
上

Ⅰ
3
0
1

1
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

3
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

2
限

1
年

P
T

O
T

2
年

P
T

O
T

4



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

社
会
学

生
物

学
地

域
福

祉
論

(前
半

)
生

理
学

Ⅰ
敬
心
に
お
け
る
共
生
論
(前

半
)/

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概
論
(後

半
)

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

松
崎

五
十

嵐
菊

地
照

井
敬
心
に
お
け
る
共
生
論
：
陶
山

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概
論
：
鳥
居

教
室

4
0
1

4
0
1

4
0
1

4
0
1

4
0
1

2
時
限

科
目

心
理
学

職
業

倫
理

(前
半

)
解

剖
学

Ⅰ
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
医

学
(前

半
)

基
礎

理
学

療
法

概
論

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

小
野
寺

東
根

五
十

嵐
陶

山
灰

田

教
室

4
0
1

4
0
1

4
0
1

4
0
1

4
0
1

3
時
限

科
目

実
務
英
会
話

法
学

化
学

経
営
学
(前

半
・
後
半
)/

国
際
関
係
論
(前

半
)/

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
(後

半
)

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

伊
藤

山
田

（
守

）
深

谷
経
営
学
：
宮
地
/
国
際
関
係
論
：
前
田
/

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
：
大
和

杉
山

教
室

4
0
1

4
0
1

4
0
1

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1

4
時
限

科
目

建
築
・
ま
ち
づ
く
り

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

/
地

域
防

災
/

食
と
健

康
（
前

半
）

社
会

人
基

礎
力

/
統

計
学

序
論

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

（
前

半
・
後

半
）

統
計

学
序

論

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

實
方

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

：
菊

地
地

域
防

災
：
澤

田
/
食

と
健

康
：
藤

原
社

会
人

基
礎

力
：
前

田
統

計
学

序
論

：
五

嶋
片

岡
五

嶋

教
室

4
0
1

4
0
1
/
4
0
2
/
家

政
実

習
室

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1

4
0
1

5
時
限

科
目

音
楽
文
化
論

健
康

科
学

/
食

と
健

康
(前

半
)

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

平
野

健
康

科
学

：
食

と
健

康
：
藤

原
池

田

教
室

4
0
1

4
0
1
/
家

政
実

習
室

4
0
1

理
学

療
法

学
科

　
1
年

1
組

　
前

期

【資料13】

1



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

心
理
学

職
業

倫
理

(前
半

)
解

剖
学

Ⅰ
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
医

学
(前

半
)

基
礎

理
学

療
法

概
論

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

小
野
寺

東
根

五
十

嵐
陶

山
灰
田

教
室

4
0
2

4
0
2

4
0
2

4
0
2

4
0
2

2
時
限

科
目

社
会
学

生
物

学
地

域
福

祉
論

(前
半

)
生

理
学

Ⅰ
敬
心
に
お
け
る
共
生
論
(前

半
)/

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概
論
(後

半
)

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

松
崎

五
十

嵐
菊

地
照

井
敬
心
に
お
け
る
共
生
論
：
陶
山

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概
論
：
鳥
居

教
室

4
0
2

4
0
2

4
0
2

4
0
2

4
0
2

3
時
限

科
目

建
築
・
ま
ち
づ
く
り

法
学

化
学

経
営
学
(前

半
・
後
半
)/

国
際
関
係
論
(前

半
)/

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
(後

半
)

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

實
方

山
田

（
守

）
深

谷
経
営
学
：
宮
地
/
国
際
関
係
論
：
前
田
/

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
：
大
和

杉
山

教
室

4
0
2

4
0
1

4
0
1

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1

4
時
限

科
目

実
務
英
会
話

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

/
地

域
防

災
/

食
と
健

康
（
前

半
）

社
会

人
基

礎
力

/
統

計
学

序
論

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

（
前

半
・
後

半
）

統
計

学
序

論

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

伊
藤

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

：
菊

地
地

域
防

災
：
澤

田
/
食

と
健

康
：
藤

原
社

会
人

基
礎

力
：
前

田
統

計
学

序
論

：
五

嶋
片

岡
五

嶋

教
室

4
0
2

4
0
1
/
4
0
2
/
家

政
実

習
室

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1

4
0
1

5
時
限

科
目

音
楽
文
化
論

健
康

科
学

/
食

と
健

康
(前

半
)

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

平
野

健
康

科
学

：
食

と
健

康
：
藤

原
池

田

教
室

4
0
1

4
0
1
/
家

政
実

習
室

4
0
1

理
学

療
法

学
科

　
1
年

2
組

　
前

期

2



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

統
計
学

解
剖

学
Ⅱ

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
実

習
栄

養
学

(前
半

)
臨

床
心

理
学

（
前

半
）

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

五
嶋

五
十

嵐
加

藤
御

子
神

小
野

寺

教
室

4
0
1

4
0
1

多
目

的
室

/
評

価
実

習
室

(検
査
室

)
4
0
1

4
0
1

2
時
限

科
目

基
礎
理
学
療
法
評
価
学

解
剖

学
実

習
運

動
療

法
学

総
論

生
理

学
Ⅱ

組
織

・
人

材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

理
論

と
実

践

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

灰
田

五
十

嵐
岩

本
照

井
片

岡

教
室

4
0
1

基
礎

医
学

実
習

室
4
0
1

4
0
1

4
0
1

3
時
限

科
目

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅰ
(前

半
)

物
理

学
生

理
学

実
習

共
生

福
祉

論

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

原
田

鈴
木

照
井

柳
澤

教
室

4
0
1

4
0
1

基
礎

医
学

実
習

室
4
0
1

4
時
限

科
目

社
会
人
基
礎
力

食
と
健
康
(前

半
)

運
動

学
Ⅰ

実
務

リ
ー
ダ
ー
の

た
め
の

経
営

戦
略

論
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
概

論
(前

半
)

人
間

発
達

学

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

社
会
人
基
礎
力
：
前
田

食
と
健
康
：
藤
原

岩
本

江
幡

清
宮

助
川

教
室

4
0
1
/
家
政
実
習
室

4
0
1

4
0
1

4
0
1

4
0
1

5
時
限

科
目

地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論
/
地
域
防
災

/
食
と
健
康
（
前
半
）

国
際

関
係

論
(前

半
)

音
楽

文
化

論
/

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

情
報

リ
テ
ラ
シ
ー
(前

半
)/
健

康
科

学
法

学
/
化

学

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論
：
菊
地
/

地
域
防
災
：
澤
田
/
食
と
健
康
：
藤
原

国
際

関
係

論
：
前

田
音

楽
文

化
論

：
平

野
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

：
杉
山

情
報

リ
テ
ラ
シ
ー
：
大

和
健

康
科

学
：

法
学

：
山

田
（
守

）
化

学
：
深

谷

教
室

4
0
1
/
4
0
2
/
家
政
実
習
室

4
0
1

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1
/
4
0
2

理
学

療
法

学
科

　
1
年

1
組

　
後

期

3



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

共
生
福
祉
論

運
動

学
Ⅰ

解
剖

学
Ⅱ

運
動

療
法

学
総

論
組

織
・
人

材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

理
論

と
実

践

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

柳
澤

岩
本

五
十

嵐
岩

本
片

岡

教
室

4
0
2

4
0
2

4
0
2

4
0
2

4
0
2

2
時
限

科
目

統
計
学

生
理

学
Ⅱ

解
剖

学
実

習
栄

養
学

(前
半

)
臨

床
心

理
学

（
前

半
）

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

五
嶋

照
井

五
十

嵐
御

子
神

小
野

寺

教
室

4
0
2

4
0
2

基
礎

医
学

実
習

室
4
0
2

4
0
2

3
時
限

科
目

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅰ
(前

半
)

生
理

学
実

習
実

務
リ
ー
ダ
ー
の

た
め
の

経
営

戦
略

論
人

間
発

達
学

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

原
田

照
井

江
幡

助
川

教
室

4
0
1

基
礎

医
学

実
習

室
4
0
2

4
0
2

4
時
限

科
目

社
会
人
基
礎
力

食
と
健
康
(前

半
)

物
理

学
基

礎
理

学
療

法
評

価
学

実
習

チ
ー
ム
ワ
ー
ク
概

論
(前

半
)

基
礎

理
学

療
法

評
価

学

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

社
会
人
基
礎
力
：
前
田

食
と
健
康
：
藤
原

鈴
木

加
藤

大
矢

灰
田

教
室

4
0
1
/
家
政
実
習
室

4
0
1

治
療

室
/
治

療
実

習
室

4
0
2

4
0
2

5
時
限

科
目

地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論
/
地
域
防
災

/
食
と
健
康
（
前
半
）

国
際

関
係

論
(前

半
)

音
楽

文
化

論
/

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

情
報

リ
テ
ラ
シ
ー
(前

半
)/
健

康
科

学
法

学
/
化

学

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

地
域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論
：
菊
地
/

地
域
防
災
：
澤
田
/
食
と
健
康
：
藤
原

国
際

関
係

論
：
前

田
音

楽
文

化
論

：
平

野
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

：
杉
山

情
報

リ
テ
ラ
シ
ー
：
大

和
健

康
科

学
：

法
学

：
山

田
（
守

）
化

学
：
深

谷

教
室

4
0
1
/
4
0
2
/
家
政
実
習
室

4
0
1

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1
/
4
0
2

4
0
1
/
4
0
2

理
学

療
法

学
科

　
1
年

2
組

　
後

期

4



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

実
践

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
戦

略
神

経
理

学
療

法
評

価
学

運
動

生
理

学

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

宮
地

沼
田

田
中

教
室

4
0
5

4
0
5

4
0
5

2
時
限

科
目

理
学
療
法
管
理
学
Ⅰ
(前

半
)

神
経

理
学

療
法

評
価

学
実

習
神

経
内

科
学

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

実
習

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

大
塚

沼
田

草
野

武
井

教
室

4
0
5

治
療

室
/
治

療
実

習
室

4
0
5

治
療

室
/
治

療
実

習
室

3
時
限

科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の
た
め
の
IT
(前

半
)

整
形

外
科

学

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

宮
脇

井
上

教
室

4
0
5

4
0
5

4
時
限

科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の
た
め
の
法
律
(前

半
)

運
動

学
Ⅱ

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅱ
(前

半
)/

IC
T
概
論
(後

半
)

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

塩
田

岩
本

鳥
居

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅱ
：
原
田

IC
T
概
論
：
西
澤

教
室

4
0
5

4
0
5

4
0
5

4
0
5

5
時
限

科
目

観
光
学
/

国
際
協
力
論

観
光

学
/

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

IC
T
概

論
(前

半
)

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

観
光
学
：
若
原

国
際
協
力
論
：
上
野

観
光

学
：
若

原
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

：
杉

山
西

澤
池

田

教
室

4
0
5
/
4
0
6

4
0
5
/
4
0
6

4
0
5

4
0
5

理
学

療
法

学
科

　
2
年

1
組

　
前

期

5



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

理
学
療
法
管
理
学
Ⅰ
(前

半
)

神
経

内
科

学

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

大
塚

草
野

教
室

4
0
6

4
0
6

2
時
限

科
目

実
践

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
戦

略
運

動
生

理
学

整
形

外
科

学

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

宮
地

田
中

井
上

教
室

4
0
6

4
0
6

4
0
6

3
時
限

科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の
た
め
の
IT
(前

半
)

運
動

学
Ⅱ

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

神
経

理
学

療
法

評
価

学

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

宮
脇

岩
本

鳥
居

沼
田

教
室

4
0
5

4
0
6

4
0
6

4
0
6

4
時
限

科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の
た
め
の
法
律
(前

半
)

運
動

器
理

学
療

法
評

価
学

実
習

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅱ
(前

半
)/

IC
T
概
論
(後

半
)

神
経

理
学

療
法

評
価

学
実

習

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

塩
田

武
井

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅱ
：
原
田

IC
T
概
論
：
西
澤

沼
田

教
室

4
0
5

治
療

室
/
治

療
実

習
室

4
0
5

治
療

室
/
治

療
実

習
室

5
時
限

科
目

観
光
学
/

国
際
協
力
論

観
光

学
/

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

IC
T
概

論
(前

半
)

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

観
光
学
：
若
原

国
際
協
力
論
：
上
野

観
光

学
：
若

原
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

：
杉

山
西

澤
池

田

教
室

4
0
5
/
4
0
6

4
0
5
/
4
0
6

4
0
5

4
0
5

理
学

療
法

学
科

　
2
年

2
組

　
前

期

6



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

日
常
生
活
活
動
学

運
動

器
理

学
療

法
学

神
経

理
学

療
法

学
実

習
運

動
学

実
習

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅰ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

杉
山

鳥
居

富
田

西
澤

教
室

4
0
5

4
0
5

機
能

訓
練

室
/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

動
作
解
析
室
/
多
目
的
室

4
0
5

2
時
限

科
目

日
常
生
活
活
動
学
実
習

運
動

器
理

学
療

法
学

実
習

神
経

理
学

療
法

学
運

動
学

Ⅱ
内

科
学

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

森
本

中
村

岩
本

佐
久

間

教
室

家
政
実
習
室
/
機
能
訓
練
室
/
治
療

室
/
治
療
実
習
室

機
能

訓
練

室
/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

4
0
5

4
0
5

4
0
5

3
時
限

科
目

保
健
医
療
経
営
Ⅰ

手
話

に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅰ

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

救
急

救
命

の
基

礎

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

松
村

有
薗

杉
山

和
田

野

教
室

4
0
5

4
0
5

4
0
5

治
療

室

4
時
限

科
目

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
コ
ー
チ
ン
グ
の

理
論

と
ス
ポ
ー
ツ
と
の

連
携

Ⅰ

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

若
原

片
岡

教
室

4
0
5

4
0
5

5
時
限

科
目

国
際
協
力
論

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス
ポ
ー
ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅰ

在
宅

サ
ー
ビ
ス
の

事
業

経
営

(後
半

)

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

上
野

鳥
居

・
菊

地
酒

井

教
室

4
0
5

4
0
5

4
0
5

理
学

療
法

学
科

　
2
年

1
組

　
後

期

7



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

神
経
理
学
療
法
学
実
習

運
動

学
Ⅱ

日
常

生
活

活
動

学
内

科
学

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

岩
本

杉
山

佐
久

間

教
室

機
能
訓
練
室
/
治
療
室
/
治
療
実
習
室

4
0
6

4
0
6

4
0
6

2
時
限

科
目

神
経
理
学
療
法
学

運
動

器
理

学
療

法
学

運
動

学
実

習
日

常
生

活
活

動
学

実
習

救
急

救
命

の
基

礎

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

鳥
居

富
田

森
本

和
田

野

教
室

4
0
6

4
0
6

動
作

解
析

室
/
治

療
室

家
政

実
習

室
/
機

能
訓

練
室

/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

治
療

室

3
時
限

科
目

手
話

に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅰ

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅰ

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

有
薗

杉
山

西
澤

教
室

4
0
5

4
0
5

4
0
6

4
時
限

科
目

保
健
医
療
経
営
Ⅰ

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
コ
ー
チ
ン
グ
の

理
論

と
ス
ポ
ー
ツ
と
の

連
携

Ⅰ

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

松
村

若
原

片
岡

教
室

4
0
6

4
0
5

4
0
5

5
時
限

科
目

国
際
協
力
論

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス
ポ
ー
ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅰ

在
宅

サ
ー
ビ
ス
の

事
業

経
営

(後
半

)
運

動
器

理
学

療
法

学
実

習

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

上
野

鳥
居

・
菊

地
酒

井
中

村

教
室

4
0
5

4
0
5

4
0
5

機
能
訓
練
室
/
治
療
室
/
治
療
実
習
室

理
学

療
法

学
科

　
2
年

2
組

　
後

期

8



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

病
理
学
(前

半
)/

生
活
環
境
学
(後

半
)

薬
理

学
(前

半
)/

公
衆

衛
生

学
(後

半
)

義
肢

装
具

学
ス
ポ
ー
ツ
理

学
療

法
学

実
習

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出

支
援

Ⅱ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

病
理
学
：
ア
レ
ミ
レ

生
活
環
境
学
：
清
宮

薬
理

学
：
佐

久
間

公
衆

衛
生

学
：
佐

久
間

灰
田

森
本

若
原

教
室

3
0
3

3
0
3

3
0
3

治
療

室
/
治

療
実

習
室

3
0
3

2
時
限

科
目

精
神
医
学

内
部

障
害

理
学

療
法

評
価

学
義

肢
装

具
学

実
習

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅱ

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅰ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

佐
々

田
畑

灰
田

西
澤

教
室

3
0
3

3
0
3

補
装

具
室

3
0
3

演
習

室

3
時
限

科
目

保
健
医
療
経
営
Ⅱ
(前

半
)

内
部

障
害

理
学

療
法

評
価

学
実

習
手

話
に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅱ

コ
ー
チ
ン
グ
の

理
論

と
ス
ポ
ー
ツ
と
の

連
携

Ⅱ
理

学
療

法
研

究
法

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

田
中

田
畑

有
薗

片
岡

田
中

教
室

3
0
3

治
療

室
/
治

療
実

習
室

3
0
3

3
0
3

3
0
3

4
時
限

科
目

被
災
支
援
と
理
学
療
法

予
防

理
学

療
法

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス
ポ
ー
ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅱ

高
齢

者
理

学
療

法
学

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

澤
田

富
田

鳥
居

・
菊

地
清

宮

教
室

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

5
時
限

科
目

地
域

連
携

学
(後

半
)

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

富
田

教
室

3
0
3

理
学

療
法

学
科

　
3
年

1
組

　
前

期

9



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

精
神
医
学

ス
ポ
ー
ツ
理

学
療

法
学

実
習

高
齢

者
理

学
療

法
学

内
部

障
害

理
学

療
法

評
価

学
ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出

支
援

Ⅱ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

佐
々

森
本

清
宮

田
畑

若
原

教
室

3
0
4

治
療

室
/
治

療
実

習
室

3
0
4

3
0
4

3
0
3

2
時
限

科
目

病
理
学
(前

半
)/

生
活
環
境
学
(後

半
)

薬
理

学
(前

半
)/

公
衆

衛
生

学
(後

半
)

理
学

療
法

研
究

法
内

部
障

害
理

学
療

法
評

価
学

実
習

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅰ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

病
理
学
：
ア
レ
ミ
レ

生
活
環
境
学
：
清
宮

薬
理

学
：
佐

久
間

公
衆

衛
生

学
：
佐

久
間

田
中

田
畑

教
室

3
0
4

3
0
4

3
0
4

治
療

室
/
治

療
実

習
室

演
習

室

3
時
限

科
目

保
健
医
療
経
営
Ⅱ
(前

半
)

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅱ

手
話

に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅱ

コ
ー
チ
ン
グ
の

理
論

と
ス
ポ
ー
ツ
と
の

連
携

Ⅱ
義

肢
装

具
学

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

田
中

西
澤

有
薗

片
岡

灰
田

教
室

3
0
3

3
0
4

3
0
3

3
0
3

3
0
4

4
時
限

科
目

被
災
支
援
と
理
学
療
法

予
防

理
学

療
法

障
害

者
の

社
会

参
加

と
ス
ポ
ー
ツ
の

教
育

的
活

用
Ⅱ

義
肢

装
具

学
実

習

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

澤
田

富
田

鳥
居

・
菊

地
灰

田

教
室

3
0
3

3
0
3

3
0
3

補
装

具
室

5
時
限

科
目

地
域

連
携

学
(前

半
)

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

富
田

教
室

3
0
4

理
学

療
法

学
科

　
3
年

2
組

　
前

期

10



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅰ
内

部
障

害
理

学
療

法
学

実
習

理
学

療
法

管
理

学
Ⅱ

(前
半

)

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

柳
澤

・
中

村
（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

田
畑

大
塚

教
室

3
0
3

機
能
訓
練
室
/
治
療
室
/
治
療
実
習
室

3
0
3

2
時
限

科
目

事
業
計
画
策
定
概
論

地
域

理
学

療
法

学
（
後

半
）

小
児

理
学

療
法

学
内

部
障

害
理

学
療

法
学

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

池
田

大
塚

佐
藤

田
畑

教
室

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
0
3

3
時
限

科
目

小
児
科
学
(前

半
)

在
宅

医
療

･介
護

の
推

進
物

理
療

法
学

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

二
瓶

富
田

・
清

宮
・
杉

山
・
大

塚
（
オ
ム
ニ
バ

ス
）

大
矢

教
室

3
0
3

3
0
3

3
0
3

演
習

室

4
時
限

科
目

老
年
医
学

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ
ス
ポ
ー
ツ
理

学
療

法
学

実
習

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

藤
本

岩
本

・
富

田
森

本

教
室

3
0
3

3
1
1
/
4
1
4

治
療

室
/
治

療
実

習
室

5
時
限

科
目

物
理

療
法

学
実

習
健

康
寿

命
の

延
伸

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

大
矢

田
畑

・
沼

田
・
佐

久
間

・
鳥

居
（
オ
ム
ニ
バ

ス
）

教
室

多
目

的
室

/
治

療
実

習
室

/
水

治
療
室

3
0
3

理
学

療
法

学
科

　
3
年

1
組

　
後

期

11



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

理
学
療
法
管
理
学
Ⅱ
(前

半
)/

地
域
理
学
療
法
学
(後

半
)

在
宅

医
療

･介
護

の
推

進
小

児
理

学
療

法
学

物
理

療
法

学
実

習

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

理
学
療
法
管
理
学
Ⅱ
：
大
塚

地
域
理
学
療
法
学
：
大
塚

富
田

・
清

宮
・
杉

山
・
大

塚
（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

佐
藤

大
矢

教
室

3
0
4

3
0
4

3
0
4

治
療
室
/
治
療
実
習
室
/
水
治
療
室

2
時
限

科
目

事
業
計
画
策
定
概
論

内
部

障
害

理
学

療
法

学
物

理
療

法
学

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

池
田

田
畑

大
矢

教
室

3
0
3

3
0
4

3
0
4

3
時
限

科
目

老
年
医
学

内
部

障
害

理
学

療
法

学
実

習
ス
ポ
ー
ツ
理

学
療

法
学

実
習

健
康

寿
命

の
延

伸
理

学
療

法
研

究
基

礎
ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

藤
本

田
畑

森
本

田
畑

・
沼

田
・
佐

久
間

・
鳥

居
（
オ
ム
ニ
バ

ス
）

教
室

3
0
4

機
能

訓
練

室
/
治

療
室

/
治

療
実

習
室

治
療

室
/
治

療
実

習
室

3
0
4

演
習

室

4
時
限

科
目

小
児
科
学
(前

半
)

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ
地

域
共

生
の

た
め
の

連
携

活
動

Ⅰ

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

二
瓶

岩
本

・
富

田
柳

澤
・
中

村
（
オ
ム
ニ
バ

ス
）

教
室

3
0
4

3
1
1
/
4
1
4

3
0
4

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

教
室

理
学

療
法

学
科

　
3
年

2
組

　
後

期

12



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

教
室

2
時
限

科
目

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

教
室

3
時
限

科
目

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

教
室

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

教
室

理
学

療
法

学
科

　
4
年

1
組

　
前

期

※
評

価
実

習
・
総

合
実

習
　
実

施

13



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

教
室

2
時
限

科
目

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

教
室

3
時
限

科
目

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

教
室

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

教
室

理
学

療
法

学
科

　
4
年

2
組

　
前

期

※
評

価
実

習
・
総

合
実

習
　
実

施

14



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
①

理
学

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

大
塚

・
里

村

教
室

2
0
1

演
習

室

2
時
限

科
目

総
合

事
業

開
発

（
前

半
）

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
②

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
③

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

池
田

大
塚

・
里

村
大

塚
・
里

村

教
室

2
0
1

2
0
1

2
0
1

3
時
限

科
目

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
④

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

大
塚

・
里

村

教
室

2
0
1

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

教
室

理
学

療
法

学
科

　
4
年

1
組

　
後

期

15



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
①

理
学

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

大
塚

・
斎

藤

教
室

2
0
2

演
習

室

2
時
限

科
目

総
合

事
業

開
発

（
前

半
）

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
②

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
③

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

池
田

大
塚

・
斎

藤
大

塚
・
斎

藤

教
室

2
0
1

2
0
2

2
0
2

3
時
限

科
目

地
域

共
生

の
た
め
の

連
携

活
動

Ⅱ
④

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

大
塚

・
斎

藤

教
室

2
0
2

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

教
室

理
学

療
法

学
科

　
4
年

2
組

　
後

期

16



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

作
業

療
法

学
概

論
解

剖
学

Ⅰ
生

物
学

生
理

学
Ⅰ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

佐
藤

（
章

）
佐

々
木

（
博

）
五

十
嵐

照
井

教
室

4
0
3

4
0
3

4
0
3

4
0
3

2
時

限
科
目

基
礎
作
業
学
演
習
Ⅰ

敬
心

に
お
け
る
共

生
論

（
前

半
）
/

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

（
後

半
）

作
業

療
法

管
理

学
Ⅰ

職
業

倫
理

（
前

半
）

心
理

学

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

小
林
（
毅
）

敬
心

に
お
け
る
共

生
論

：
陶

山
基

礎
作

業
学

演
習

Ⅰ
：
小

林
（
毅

）
佐

藤
（
章

）
東

根
小

野
寺

教
室

基
礎

作
業

実
習

室
(木

工
・
金

工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・

(織
物

・
手

工
芸

)・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

4
0
3
/
基
礎
作
業
実
習
室
(木

工
・
金
工
)・
(陶

工
・
絵
画
)・

(織
物
・
手
工
芸
)・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

4
0
3

4
0
3

4
0
3

3
時

限
科
目

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

/
地

域
防

災
社

会
人

基
礎

力
/
統

計
学

序
論

法
学

社
会
学

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

：
菊

地
地

域
防

災
：
澤

田
社

会
人

基
礎

力
：
前

田
統

計
学

序
論

：
五

嶋
山

田
（
守

）
松

崎

教
室

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3

4
0
3

4
時

限
科
目

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

/
情

報
リ
テ
ラ
シ
ー
(前

半
)/

食
と
健

康
(後

半
)

化
学

/
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

（
前

半
）
/

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

（
後

半
）

経
営

学
（
前

半
・
後

半
）
/

国
際

関
係

論
(前

半
)

建
築

・
ま
ち
づ
く
り

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ
：
杉
山

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
：
大
和
/
食
と
健
康
：
藤
原

化
学

：
深

谷
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論
：
片
岡

経
営

学
：
宮

田
国

際
関

係
論

：
杉

山
村

瀬

教
室

4
0
3
/
4
0
4
/
家

政
実

習
室

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3

5
時

限
科
目

統
計

学
序

論
/
食

と
健

康
(後

半
)

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

音
楽

文
化

論
/
健

康
科

学

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

統
計

学
序

論
：
五

嶋
食

と
健

康
：
藤

原
片

岡
音

楽
文

化
論

：
平

野
健

康
科

学
：

教
室

4
0
3
/
家

政
実

習
室

4
0
3

4
0
3
/
4
0
4

作
業

療
法

学
科

　
1
年

1
組

　
前

期

17



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

基
礎
作
業
学
演
習
Ⅰ

敬
心

に
お
け
る
共

生
論

（
前

半
）
/

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅰ

（
後

半
）

作
業

療
法

管
理

学
Ⅰ

職
業

倫
理

（
前

半
）

心
理

学

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

小
林
（
毅
）

敬
心

に
お
け
る
共

生
論

：
陶

山
基

礎
作

業
学

演
習

Ⅰ
：
小

林
（
毅

）
佐

藤
（
章

）
東

根
小

野
寺

教
室

基
礎

作
業

実
習

室
(木

工
・
金

工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・

(織
物

・
手

工
芸

)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

4
0
4
/
基
礎
作
業
実
習
室
(木

工
・
金
工
)・
(陶

工
・
絵
画
)・

(織
物
・
手
工
芸
)・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

4
0
4

4
0
4

4
0
4

2
時

限
科
目

作
業

療
法

学
概

論
解

剖
学

Ⅰ
生

物
学

生
理

学
Ⅰ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

佐
藤

（
章

）
佐

々
木

（
博

）
五

十
嵐

照
井

教
室

4
0
4

4
0
4

4
0
4

4
0
4

3
時

限
科
目

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

/
地

域
防

災
社

会
人

基
礎

力
/
統

計
学

序
論

法
学

建
築

・
ま
ち
づ
く
り

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

：
菊

地
地

域
防

災
：
澤

田
社

会
人

基
礎

力
：
前

田
統

計
学

序
論

：
五

嶋
山

田
（
守

）
村

瀬

教
室

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3

4
0
4

4
時

限
科
目

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

/
情

報
リ
テ
ラ
シ
ー
(前

半
)/

食
と
健

康
(後

半
)

化
学

/
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

（
前

半
）
/

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論

（
後

半
）

経
営

学
（
前

半
・
後

半
）
/

国
際

関
係

論
(前

半
)

社
会

学

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ
：
杉
山

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
：
大
和
/
食
と
健
康
：
藤
原

化
学

：
深

谷
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
論
：
片
岡

経
営

学
：
宮

田
国

際
関

係
論

：
杉

山
松

崎

教
室

4
0
3
/
4
0
4
/
家

政
実

習
室

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

4
0
4

5
時

限
科
目

統
計

学
序

論
/
食

と
健

康
(後

半
)

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

音
楽

文
化

論
/
健

康
科

学

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

統
計

学
序

論
：
五

嶋
食

と
健

康
：
藤

原
片

岡
音

楽
文

化
論

：
平

野
健

康
科

学
：

教
室

4
0
3
/
家

政
実

習
室

4
0
3

4
0
3
/
4
0
4

作
業

療
法

学
科

　
1
年

2
組

　
前

期

18



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

運
動
学
Ⅰ

統
計

学
物

理
学

解
剖

学
実

習
基

礎
作

業
学

演
習

Ⅱ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

近
野

五
嶋

鈴
木

佐
々

木
（
博

）
秋

元

教
室

4
0
3

4
0
3

4
0
3

基
礎

医
学

実
習

室
基
礎
作
業
実
習
室
(木

工
・
金
工
)・
(陶

工
・
絵
画
)・

(織
物
・
手
工
芸
)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

2
時

限
科
目

人
間
発
達
学

地
域

福
祉

論
（
前

半
)

臨
床

心
理

学
栄

養
学

（
前

半
）
/

リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概

論
（
後

半
）

生
理

学
Ⅱ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

佐
々
木
（
清
）

菊
地

小
野

寺
栄

養
学

：
上

島
/

リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概

論
：
鳥

居
照

井

教
室

4
0
3

4
0
3

4
0
3

4
0
3

4
0
3

3
時

限
科
目

化
学
/
食
と
健
康
(後

半
)

共
生

福
祉

論
作

業
療

法
評

価
学

概
論

組
織

・
人

材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

理
論

と
実

践
実

務
リ
ー
ダ
ー
の

た
め
の

経
営

戦
略

論

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

化
学
：
深
谷

食
と
健
康
：
藤
原

柳
澤

山
田

（
孝

）
片

岡
江

幡

教
室

4
0
3
/
家
政
実
習
室

4
0
3

4
0
3

4
0
3

4
0
3

4
時

限
科
目

法
学
/
食
と
健
康
(後

半
)

解
剖

学
Ⅱ

地
域

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

チ
ー
ム
ワ
ー
ク
概

論
(前

半
)

実
務

英
会

話

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

法
学
：
山
田
（
守
）

食
と
健
康
：
藤
原

佐
々

木
（
博

）
菊

地
里

村
伊

藤

教
室

4
0
3
/
家
政
実
習
室

4
0
3

4
0
3

4
0
3

4
0
3

5
時

限
科
目

健
康
科
学

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の
財
務
会
計
Ⅰ

(前
半
)/
国
際
関
係
論
(後

半
)/

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
(後

半
)

社
会

人
基

礎
力

/
地

域
防

災
音

楽
文

化
論

/
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の
財
務
会
計
Ⅰ
：
原
田

国
際
関
係
論
：
杉
山

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
：
大
和

社
会

人
基

礎
力

：
前

田
地

域
防

災
：
澤

田
音
楽
文
化
論
：
平
野

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ
：
杉
山

教
室

4
0
3

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

作
業

療
法

学
科

　
1
年

1
組

　
後

期

19



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

人
間
発
達
学

地
域

福
祉

論
（
前

半
）

臨
床

心
理

学
栄

養
学

（
前

半
）
/

リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概

論
（
後

半
）

生
理

学
Ⅱ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

佐
々
木
（
清
）

菊
地

小
野

寺
栄

養
学

：
上

島
/

リ
ハ

ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
概

論
：
鳥

居
照

井

教
室

4
0
4

4
0
4

4
0
4

4
0
4

4
0
4

2
時

限
科
目

運
動
学
Ⅰ

統
計

学
物

理
学

解
剖

学
実

習
基

礎
作

業
学

演
習

Ⅱ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

坂
本

五
嶋

鈴
木

佐
々

木
（
博

）
秋

元

教
室

4
0
4

4
0
4

4
0
4

基
礎

医
学

実
習

室
基
礎
作
業
実
習
室
(木

工
・
金
工
)・
(陶

工
・
絵
画
)・

(織
物
・
手
工
芸
)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

3
時

限
科
目

化
学
/
食
と
健
康
(後

半
)

解
剖

学
Ⅱ

共
生

福
祉

論
作

業
療

法
評

価
学

概
論

実
務

英
会

話

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

化
学
：
深
谷

食
と
健
康
：
藤
原

佐
々

木
（
博

）
柳

澤
山

田
（
孝

）
伊

藤

教
室

4
0
3
/
家
政
実
習
室

4
0
4

4
0
4

4
0
4

4
0
4

4
時

限
科
目

法
学
/
食
と
健
康
(後

半
)

組
織

・
人

材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の

理
論

と
実

践
地

域
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
論

チ
ー
ム
ワ
ー
ク
概

論
(前

半
)

実
務

リ
ー
ダ
ー
の

た
め
の

経
営

戦
略

論

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

法
学
：
山
田
（
守
）

食
と
健
康
：
藤
原

片
岡

菊
地

猪
股

江
幡

教
室

4
0
3
/
家
政
実
習
室

4
0
4

4
0
3

4
0
4

4
0
4

5
時

限
科
目

健
康
科
学

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の
財
務
会
計
Ⅰ

(前
半
)/
国
際
関
係
論
(後

半
)/

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
(後

半
)

社
会

人
基

礎
力

/
地

域
防

災
音

楽
文

化
論

/
ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の
財
務
会
計
Ⅰ
：
原
田

国
際
関
係
論
：
杉
山

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
：
大
和

社
会

人
基

礎
力

：
前

田
地

域
防

災
：
澤

田
音
楽
文
化
論
：
平
野

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅰ
：
杉
山

教
室

4
0
3

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

4
0
3
/
4
0
4

作
業

療
法

学
科

　
1
年

2
組

　
後

期

20



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

機
能
解
剖
学

運
動

学
Ⅱ

実
践

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
戦

略
精

神
機

能
作

業
療

法
評

価
学

作
業

療
法

学
各

論

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

佐
々
木
（
博
）

近
野

宮
田

埜
﨑

山
田

（
孝

）

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
0
1

2
時

限
科
目

生
理
学
実
習

整
形

外
科

学
発

達
障

害
作

業
療

法
評

価
学

身
体

機
能

作
業

療
法

評
価

学

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

照
井

都
築

佐
々

木
（
清

）
星

教
室

基
礎
医
学
実
習
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
時

限
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の

た
め
の

法
律

（
前

半
）
/

病
理

学
（
後

半
）

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

高
齢

期
作

業
療

法
評

価
学

IC
T
概

論
（
後

半
）

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

ビ
ジ
ネ
ス
の

た
め
の

法
律

：
塩

田
病

理
学

：
ア
レ
ミ
レ

陶
山

山
田

（
孝

）
西

澤

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
0
1

4
時

限
科
目

実
務
リ
ー
ダ
ー
の
た
め
の

財
務
会
計
Ⅱ
(前

半
)

観
光

学
内

科
学

観
光

学
/
国

際
協

力
論

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

原
田

若
原

佐
久

間
観

光
学

：
若

原
国

際
協

力
論

：
上

野

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
0
1
/
3
0
2

5
時

限
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の

た
め
の

IT
(前

半
)/

IC
T
概

論
(後

半
）

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

ビ
ジ
ネ
ス
の

た
め
の

IT
：
宮

脇
IC
T
概

論
：
西

澤
片

岡

教
室

3
0
1

3
0
1

作
業

療
法

学
科

　
2
年

1
組

　
前

期

21



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

生
理
学
実
習

高
齢

期
作

業
療

法
評

価
学

整
形

外
科

学
発

達
障

害
作

業
療

法
評

価
学

身
体

機
能

作
業

療
法

評
価

学

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

照
井

山
田

（
孝

）
都

築
佐

々
木

（
清

）
星

教
室

基
礎
医
学
実
習
室

3
0
2

3
0
2

3
0
2

3
0
2

2
時

限
科

目
機
能
解
剖
学

運
動

学
Ⅱ

精
神

機
能

作
業

療
法

評
価

学
作

業
療

法
学

各
論

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

佐
々
木
（
博
）

坂
本

埜
﨑

山
田

（
孝

）

教
室

3
0
2

3
0
2

3
0
2

3
0
2

3
時

限
科

目
ビ
ジ
ネ
ス
の
た
め
の
法
律
(前

半
)

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

内
科

学
IC
T
概

論
（
後

半
）

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

塩
田

陶
山

佐
久

間
西

澤

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
2

3
0
1

4
時

限
科
目

実
務

リ
ー
ダ
ー
の

た
め
の

財
務

会
計

Ⅱ
(前

半
)/

病
理

学
（
後

半
）

観
光

学
実

践
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
戦

略
観

光
学

/
国

際
協

力
論

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

実
務

リ
ー
ダ
ー
の

た
め
の

財
務

会
計

Ⅱ
：
原

田
病

理
学

：
ア
レ
ミ
レ

若
原

宮
田

観
光

学
：
若

原
国

際
協

力
論

：
上

野

教
室

3
0
1
/
3
0
2

3
0
1

3
0
2

3
0
1
/
3
0
2

5
時

限
科
目

ビ
ジ
ネ
ス
の

た
め
の

IT
(前

半
)/

IC
T
概

論
(後

半
）

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

ビ
ジ
ネ
ス
の

た
め
の

IT
：
宮

脇
IC
T
概

論
：
西

澤
片

岡

教
室

3
0
1

3
0
1

作
業

療
法

学
科

　
2
年

2
組

　
前

期

22



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

運
動
生
理
学

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

評
価

学
神

経
内

科
学

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出

支
援

Ⅰ

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

草
野

井
口

草
野

若
原

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
0
1

2
時

限
科

目
運
動
学
実
習

精
神

医
学

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
評

価
学

手
話

に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅰ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

井
川
・
畠
山
・
佐
藤
（
淳
）

佐
々

小
林

（
毅

）
有

薗

教
室

動
作
解
析
室
/
基
礎
医
学
実
習
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

3
時

限
科
目

美
容
ケ
ア
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持
向
上
Ⅰ

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

保
健

医
療

経
営

Ⅰ

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

小
林
（
照
）

陶
山

松
村

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
1

4
時

限
科
目

国
際
協
力
論

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅰ

救
急

救
命

の
基

礎

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

上
野

西
澤

陶
山

教
室

3
0
1

3
0
1

多
目

的
室

/
機

能
訓

練
室

5
時

限
科
目

音
楽
療
法
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持
向
上
Ⅰ

在
宅

サ
ー
ビ
ス
の

事
業

経
営

(前
半

)

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

平
野

酒
井

教
室

3
0
1

3
0
1作
業

療
法

学
科

　
2
年

1
組

　
後

期

23



月
火

水
木

金

1
時

限
科
目

運
動
学
実
習

精
神

医
学

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
評

価
学

（
0
9
:0
0
～

1
0
:3
0
）

講
師

井
川
・
畠
山
・
佐
藤
（
淳
）

佐
々

小
林

（
毅

）

教
室

動
作
解
析
室
/
基
礎
医
学
実
習

室
3
0
2

3
0
2

2
時

限
科
目

運
動
生
理
学

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

評
価

学
神

経
内

科
学

ユ
ニ
バ

ー
サ

ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出

支
援

Ⅰ
手

話
に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅰ

（
1
0
:4
0
～

1
2
:1
0
）

講
師

草
野

井
口

草
野

若
原

有
薗

教
室

3
0
2

3
0
2

3
0
2

3
0
2

3
0
1

3
時

限
科
目

美
容
ケ
ア
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持
向
上
Ⅰ

ス
ポ
ー
ツ
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
Ⅱ

救
急

救
命

の
基

礎

（
1
3
:0
0
～

1
4
:3
0
）

講
師

小
林
（
照
）

陶
山

陶
山

教
室

3
0
1

3
0
1

多
目

的
室

/
機

能
訓

練
室

4
時

限
科
目

国
際
協
力
論

身
体

障
害

へ
の

支
援

シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅰ

保
健

医
療

経
営

Ⅰ

（
1
4
:4
0
～

1
6
:1
0
）

講
師

上
野

西
澤

松
村

教
室

3
0
1

3
0
1

3
0
2

5
時

限
科
目

音
楽
療
法
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持
向
上
Ⅰ

在
宅

サ
ー
ビ
ス
の

事
業

経
営

(前
半

)

（
1
6
:2
0
～

1
7
:5
0
）

講
師

平
野

酒
井

教
室

3
0
1

3
0
1作
業

療
法

学
科

　
2
年

2
組

　
後

期

24



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療
学

Ⅰ
保

健
医

療
経

営
Ⅱ

(前
半

)
精

神
機

能
作

業
療

法
治

療
学

地
域
作
業
療
法
学

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅱ

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

坂
本

田
中

埜
﨑

猪
股

坂
本

教
室

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

2
時
限

科
目

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
医
学
（
前

半
）

薬
理

学
(後

半
）

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
Ⅲ

発
達
障
害
作
業
療
法
治
療
学

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

陶
山

草
野

秋
元

佐
藤
（
章
）

佐
々
木
（
清
）

教
室

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
時
限

科
目

老
年

医
学

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
治

療
学

日
常
生
活
活
動
作
業
療
法
治
療

学
日
常
生
活
活
動
支
援
治
療
学

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出
支
援
Ⅱ

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

藤
本

近
野

井
口

星
若
原

教
室

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

4
時
限

科
目

小
児

科
学

障
害

児
教

育
と
作

業
療

法
身

体
障

害
へ

の
支

援
シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅱ

音
楽
療
法
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持
向
上
Ⅱ

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

二
瓶

白
瀬

西
澤

平
野

教
室

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
5

5
時
限

科
目

美
容

ケ
ア
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持

向
上

Ⅱ
手

話
に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅱ

作
業
療
法
研
究

基
礎
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
Ⅰ

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

小
林

（
照

）
有

薗

教
室

3
0
5

3
0
5

演
習
室

作
業

療
法

学
科

　
3
年

1
組

　
前

期

25



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
医
学
（
前

半
）

保
健

医
療

経
営

Ⅱ
(前

半
)/

薬
理

学
(後

半
）

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
治
療

学
身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
Ⅲ

発
達
障
害
作
業
療
法
治
療
学

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

陶
山

保
健

医
療

経
営

Ⅱ
：
田

中
薬

理
学

：
草

野
近

野
佐
藤
（
章
）

佐
々
木
（
清
）

教
室

3
0
6

3
0
5
/
3
0
6

3
0
6

3
0
6

3
0
6

2
時
限

科
目

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅰ

精
神

機
能

作
業

療
法

治
療
学

地
域
作
業
療
法
学

身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
Ⅱ

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

坂
本

埜
﨑

猪
股

坂
本

教
室

3
0
6

3
0
6

3
0
6

3
0
6

3
時

限
科

目
小

児
科

学
高

齢
期

作
業

療
法

治
療

学
日

常
生

活
活

動
支

援
治

療
学

日
常
生
活
活
動
作
業
療
法
治
療
学

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

二
瓶

秋
元

星
井
口

教
室

3
0
6

3
0
6

3
0
6

3
0
6

4
時
限

科
目

老
年

医
学

障
害

児
教

育
と
作

業
療

法
身

体
障

害
へ

の
支

援
シ
ス
テ
ム
工

学
Ⅱ

音
楽
療
法
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持
向
上
Ⅱ

ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
ツ
ー
リ
ズ
ム
と

外
出
支
援
Ⅱ

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

藤
本

白
瀬

西
澤

平
野

若
原

教
室

3
0
6

3
0
5

3
0
5

3
0
5

3
0
6

5
時

限
科

目
美

容
ケ
ア
に
よ
る
Q
O
L
の

維
持

向
上

Ⅱ
手

話
に
よ
る
聴

覚
障

害
者

と
の

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
Ⅱ

作
業
療
法
研
究

基
礎
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
Ⅰ

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

小
林

（
照

）
有

薗

教
室

3
0
5

3
0
5

演
習
室

作
業

療
法

学
科

　
3
年

2
組

　
前

期

26



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

就
労

支
援

論
地

域
共

生
の

た
め
の

連
携

活
動

Ⅰ
公
衆
衛
生
学
（
前
半
）

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅲ

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

星
柳

澤
・
齋

藤
（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

佐
久
間

小
林
（
毅
）

教
室

3
0
5

3
0
5

3
0
5

A
D
L
室
/
動
作
解
析
室
/
多
目
的
室
/

評
価
実
習
室
(検

査
室
)/
機
能
訓
練
室

2
時
限

科
目

精
神
機
能
作
業
療
法
治
療
学
実
習

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

実
習

日
常
生
活
活
動
支
援
治
療
学
実

習
高

次
脳

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
生
活
環
境
学

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

埜
﨑

・
齋

藤
秋

元
猪

股
近
野

猪
股

教
室

基
礎

作
業

実
習

室
(木

工
・
金

工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・
(織

物
・
手

工
芸

)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室
/

評
価

実
習

室
(検

査
室

)

基
礎
作
業
実
習
室
(木

工
・
金
工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・
(織

物
・
手
工
芸
)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室
/

評
価
実
習
室
(検

査
室
)

A
D
L
室
/
補
装
具
室
/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

基
礎

作
業

実
習

室
(木

工
・
金

工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・
(織

物
・
手

工
芸

)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

/
評

価
実

習
室

(検
査

室
)

3
0
5

3
時
限

科
目

事
業

計
画

策
定

概
論

身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
実
習

Ⅱ
日
常
生
活
活
動
作
業
療
法
治
療
学
実
習

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

池
田

坂
本

井
口

教
室

3
0
5

A
D
L
室
/
動
作
解
析
室
/
多
目
的
室
/

評
価
実
習
室
(検

査
室
)/
機
能
訓
練
室

A
D
L
室

/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

4
時
限

科
目

健
康

寿
命

の
延

伸
発
達
障
害
作
業
療
法
治
療
学
実
習

作
業
療
法
研
究

基
礎
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
Ⅱ

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

星
・
秋

元
・
井

口
・
小

野
寺

・
佐

久
間

（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

佐
々
木
（
清
）

教
室

3
0
5

A
D
L
室

/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

/
機

能
訓

練
室

演
習
室

5
時
限

科
目

身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
実
習
Ⅰ

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

緩
和
ケ
ア
と
作
業
療
法

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

佐
藤

（
淳

）
小
林
（
毅
）
・
猪
股
・
佐
々
木
（
清
）
・
坂
本

（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

吉
澤

教
室

A
D
L
室

/
動

作
解

析
室

/
評

価
実

習
室

(検
査

室
)/
機

能
訓

練
室

/
治
療

室
3
0
5

3
0
5

作
業

療
法

学
科

　
3
年

1
組

　
後

期

27



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

精
神
機
能
作
業
療
法
治
療
学
実
習

日
常
生
活
活
動
支
援
治
療
学
実
習

高
次

脳
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

生
活
環
境
学

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

埜
﨑

・
齋

藤
猪

股
近
野

猪
股

教
室

基
礎

作
業

実
習

室
(木

工
・
金

工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・
(織

物
・
手

工
芸

)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室
/

評
価

実
習

室
(検

査
室

)
A
D
L
室
/
補
装
具
室
/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

基
礎

作
業

実
習

室
(木

工
・
金

工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・
(織

物
・
手

工
芸

)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

/
評

価
実

習
室

(検
査

室
)

3
0
6

2
時
限

科
目

就
労

支
援

論
地

域
共

生
の

た
め
の

連
携

活
動

Ⅰ
公
衆
衛
生
学
（
前
半
）

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅲ

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

星
柳

澤
・
齋

藤
（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

佐
久
間

小
林
（
毅
）

教
室

3
0
6

3
0
6

3
0
6

A
D
L
室
/
動
作
解
析
室
/
多
目
的
室
/

評
価
実
習
室
(検

査
室
)/
機
能
訓
練
室

3
時
限

科
目

事
業

計
画

策
定

概
論

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

実
習

発
達
障
害
作
業
療
法
治
療
学
実
習

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

池
田

秋
元

佐
々
木
（
清
）

教
室

3
0
5

基
礎
作
業
実
習
室
(木

工
・
金
工
)・
(陶

工
・
絵

画
)・
(織

物
・
手
工
芸
)/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室
/

評
価
実
習
室
(検

査
室
)

A
D
L
室

/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

/
機

能
訓

練
室

4
時
限

科
目

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
実
習

Ⅱ
作
業
療
法
研
究

基
礎
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
Ⅱ

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

星
・
秋

元
・
井

口
・
小

野
寺

・
佐

久
間

（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

坂
本

教
室

3
0
6

A
D
L
室
/
動
作
解
析
室
/
多
目
的
室
/

評
価
実
習
室
(検

査
室
)/
機
能
訓
練
室

演
習
室

5
時
限

科
目

健
康

寿
命

の
延

伸
身
体
機
能
作
業
療
法
治
療
学
実
習

Ⅰ
日
常
生
活
活
動
作
業
療
法
治
療
学
実
習

緩
和
ケ
ア
と
作
業
療
法

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

小
林
（
毅
）
・
猪
股
・
佐
々
木
（
清
）
・
坂
本

（
オ
ム
ニ
バ
ス
）

佐
藤

（
淳

）
井
口

吉
澤

教
室

3
0
6

A
D
L
室
/
動
作
解
析
室
/
評
価
実
習
室

(検
査
室
)/
機
能
訓
練
室
/
治
療
室

A
D
L
室

/
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
室

3
0
5

作
業

療
法

学
科

　
3
年

2
組

　
後

期

28



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

教
室

2
時
限

科
目

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

教
室

3
時
限

科
目

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

教
室

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

教
室

作
業

療
法

学
科

　
4
年

1
組

　
前

期

※
総

合
実

習
Ⅰ

・
総

合
実

習
Ⅱ

実
施

29



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

教
室

2
時
限

科
目

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

教
室

3
時
限

科
目

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

教
室

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

教
室

作
業

療
法

学
科

　
4
年

2
組

　
前

期

※
総

合
実

習
Ⅰ

・
総

合
実

習
Ⅱ

実
施

30



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

作
業

療
法

管
理

学
Ⅱ

（
前
半

）
地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
①

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

里
村

里
村
・
齋
藤
・
中
村

教
室

2
0
3

2
0
3

2
時
限

科
目

作
業

療
法

管
理

学
Ⅱ

（
前
半

）
地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
②

地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
③

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

里
村

里
村
・
齋
藤
・
中
村

里
村
・
齋
藤
・
中
村

教
室

2
0
3

2
0
3

2
0
3

3
時
限

科
目

総
合

事
業

開
発

（
前

半
）

地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
④

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

池
田

里
村
・
齋
藤
・
中
村

教
室

2
0
3

2
0
3

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

作
業

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ
（
前

半
）

作
業
療
法
研
究

卒
業
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
Ⅱ
（
前
半
）

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

教
室

演
習

室
演
習
室

作
業

療
法

学
科

　
4
年

1
組

　
後

期

31



月
火

水
木

金

1
時
限

科
目

作
業

療
法

管
理

学
Ⅱ

（
前

半
）

地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
①

（
0
9
:0
0
～
1
0
:3
0
）

講
師

里
村

齋
藤
・
中
村

教
室

2
0
4

2
0
4

2
時
限

科
目

作
業

療
法

管
理

学
Ⅱ

（
前

半
）

地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
②

地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
③

（
1
0
:4
0
～
1
2
:1
0
）

講
師

里
村

齋
藤
・
中
村

齋
藤
・
中
村

教
室

2
0
4

2
0
4

2
0
4

3
時
限

科
目

総
合

事
業

開
発

（
前

半
）

地
域
共
生
の
た
め
の

連
携
活
動
Ⅱ
④

（
1
3
:0
0
～
1
4
:3
0
）

講
師

池
田

齋
藤
・
中
村

教
室

2
0
3

2
0
4

4
時
限

科
目

（
1
4
:4
0
～
1
6
:1
0
）

講
師

教
室

5
時
限

科
目

作
業

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ
ナ
ー
ル

Ⅱ
（
前

半
）

作
業
療
法
研
究

卒
業
ゼ
ミ
ナ
ー
ル
Ⅱ
（
前
半
）

（
1
6
:2
0
～
1
7
:5
0
）

講
師

教
室

演
習

室
演
習
室

作
業

療
法

学
科

　
4
年

2
組

　
後

期
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階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 心理学(1PT1) 実務英会話(1PT1) 建築･まちづくり(1PT1) (前半）音楽文化論(1PT)

402　講義室 心理学(1PT2) 社会学(1PT2) 建築･まちづくり(1PT2) 実務英会話(1PT2)

403　講義室

404　講義室

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

平成32年度前期：教室稼働表（月曜日）

3階

4階

【資料14】

1



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室
(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と
健康(1OT)

(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と
健康(1OT)

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 生物学（1PT1） (前半)職業倫理(1PT1) 法学(1PT) 地域ボランティア論(1PT) 健康科学(1PT)

402　講義室 (前半)職業倫理(1PT2) 生物学（1PT2） 地域防災(1PT)

403　講義室 作業療法学概論(1OT1) (前半)敬心における共生論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT) スポーツボランティアⅠ(1OT) 統計学序論(1OT)

404　講義室 (前半)敬心における共生論(1OT2) 作業療法学概論(1OT2) 地域防災(1OT) (前半)情報リテラシー(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室 （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度前期：教室稼働表（火曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

2



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 (前半)地域福祉論(1PT1) 解剖学Ⅰ(1PT1) 化学(1PT) 社会人基礎力(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅰ(1PT2) (前半)地域福祉論(1PT2) 統計学序論(1PT)

403　講義室 解剖学Ⅰ(1OT1) 作業療法管理学Ⅰ(1OT1) 社会人基礎力(1OT) （前半/後半）リーダーシップ論（1OT）

404　講義室 作業療法管理学Ⅰ(1OT2) 解剖学Ⅰ(1OT2) 統計学序論(1OT) 化学(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度前期：教室稼働表（水曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

3



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 生理学Ⅰ(1PT1) (前半)リハビリテーション医学(1PT1) 経営学(1PT) (前半/後半）リーダーシップ論（1PT) コミュニケーション論(1PT1OT混合)

402　講義室 (前半)リハビリテーション医学(1PT2) 生理学Ⅰ(1PT2)
(前半)国際関係論/(後半)情報リテラ
シー(1PT)

403　講義室 生物学（1OT1） (前半)職業倫理(1OT1) 法学（1OT） 経営学(1OT) コミュニケーション論(1PT1OT混合)

404　講義室 (前半)職業倫理(1OT2) 生物学（1OT2） (前半)国際関係論(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度前期：教室稼働表（木曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

4



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT1)

基礎理学療法概論(1PT1) スポーツボランティアⅠ(1PT) 統計学序論(1PT)

402　講義室 基礎理学療法概論(1PT2)
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT2)

403　講義室 生理学Ⅰ(1OT1) 心理学(1OT1) 社会学(1OT1) 建築･まちづくり(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 心理学(1OT2) 生理学Ⅰ(1OT2) 建築･まちづくり(1OT2) 社会学(1OT2) 健康科学(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度前期：教室稼働表（金曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

5



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室 (後半)食と健康(1OT)
(前半)食と健康(1PT)/(後半)食と
健康(1OT)

(前半)食と健康(1PT)

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 統計学(1PT1) 基礎理学療法評価学(1PT1)
(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅰ(1PT)

社会人基礎力(1PT) 地域ボランティア論(1PT)

402　講義室 共生福祉論(1PT2) 統計学(1PT2) 地域防災(1PT)

403　講義室 運動学Ⅰ(1OT1) 人間発達学(1OT1) 化学(1OT) 法学(1OT) 健康科学(1OT)

404　講義室 人間発達学(1OT2) 運動学Ⅰ(1OT2)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度後期：教室稼働表（月曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

6



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT1) 生理学実習(1PT2)

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 解剖学Ⅱ(1PT1) 物理学（1PT1） 運動学Ⅰ(1PT1) (前半)国際関係論(1PT)

402　講義室 運動学Ⅰ(1PT2) 生理学Ⅱ(1PT2) 物理学（1PT2）

403　講義室 統計学(1OT1) (前半)地域福祉論(1OT1) 共生福祉論(1OT1) 解剖学Ⅱ(1OT1) (前半)実務リーダーのための財務会計 
Ⅰ(1OT)/(後半)国際関係論(1OT)

404　講義室 (前半)地域福祉論(1OT2) 統計学(1OT2) 解剖学Ⅱ(1OT2)
組織・人材マネジメントのための財
務会計Ⅰ(1OT2)

(後半)情報ﾘﾃﾗｼｰ(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度後期：教室稼働表（火曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

7



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT2)

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 運動療法学総論(1PT1)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT1)

音楽文化論(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅱ(1PT2) スポーツボランティアⅠ(1PT)

403　講義室 物理学（1OT1） 臨床心理学(1OT1) 作業療法評価学概論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT)

404　講義室 臨床心理学(1OT2) 物理学（1OT2） 共生福祉論(1OT2) 地域防災(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 基礎理学療法評価学実習(1PT2)

512　準備室

513　治療実習室 基礎理学療法評価学実習(1PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度後期：教室稼働表（水曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

8



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1OT1) 解剖学実習(1OT2) 生理学実習(1PT1)

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 (前半)栄養学(1PT1) 生理学Ⅱ(1PT1) (前半)チームワーク概論(1PT1) 健康科学(1PT)

402　講義室 運動療法学総論(1PT2) (前半)栄養学(1PT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT2)

(前半)チームワーク概論(1PT2) (前半)情報リテラシー(1PT)

403　講義室
（前半）栄養学（1OT1）/(後半)リハビ
リテーション概論(1OT1)

組織・人材マネジメントの理論と実
践(1OT1)

(前半)チームワーク概論(1OT1) 社会人基礎力(1OT)

404　講義室
（前半）栄養学（1OT2）/(後半)リハビ
リテーション概論(1OT2)

作業療法評価学概論(1OT2) (前半)チームワーク概論(1OT2) 地域防災(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度後期：教室稼働表（木曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

9



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

　　　 検査室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

　 基礎実習室

　 言語相談室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 教材作成室

　　　 訓練室

　 情報処理室

301　講義室

302　講義室

303　講義室

304　講義室

305　講義室

311　演習室

401　講義室 (前半)臨床心理学(1PT1)
組織・人材マネジメントの理論と実
践(1PT1)

共生福祉論(1PT1) 人間発達学(1PT1) 化学(1PT)

402　講義室
組織・人材マネジメントの理論と実
践(1PT2)

(前半)臨床心理学(1PT2) 人間発達学(1PT2) 基礎理学療法評価学(1PT2) 法学(1PT)

403　講義室 生理学Ⅱ(1OT1)
実務リーダーのための経営戦略論
(1OT1)

実務英会話(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 生理学Ⅱ(1OT2) 実務英会話(1OT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1OT2)

スポーツボランティアⅠ(1OT)

405　講義室

406　講義室

411　評価実習室

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

平成32年度後期：教室稼働表（金曜日）

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

1階

2階

3階

4階

10



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 生理学実習(2OT2) 生理学実習(2OT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 機能解剖学(2OT1)
(前半)ビジネスのための法律/(後半)
病理学(2OT1)

(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅱ(2OT1)

302　講義室 機能解剖学(2OT2) (後半)病理学(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 心理学(1PT1) 実務英会話(1PT1) 建築･まちづくり(1PT1) (前半）音楽文化論(1PT)

402　講義室 心理学(1PT2) 社会学(1PT2) 建築･まちづくり(1PT2) 実務英会話(1PT2)

403　講義室

404　講義室

405　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅰ(2PT1) (前半)ビジネスのためのIT(2PT) (前半)ビジネスのための法律(2PT) 国際協力論(2PT)

406　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅰ(2PT2) 観光学(2PT)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度前期：教室稼働表（月曜日）

1階

4階

3階

2階
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階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室
(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と健康
(1OT)

(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と健康
(1OT)

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 運動学Ⅱ(2OT1) スポーツボランティアⅡ(2OT) 観光学(2OT)

302　講義室 高齢期作業療法評価学(2OT2) 運動学Ⅱ(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 生物学（1PT1） (前半)職業倫理(1PT1) 法学(1PT) 地域ボランティア論(1PT) 健康科学(1PT)

402　講義室 (前半)職業倫理(1PT2) 生物学（1PT2） 地域防災(1PT)

403　講義室 作業療法学概論(1OT1) (前半)敬心における共生論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT) スポーツボランティアⅠ(1OT) 統計学序論(1OT)

404　講義室 (前半)敬心における共生論(1OT2) 作業療法学概論(1OT2) 地域防災(1OT) (前半)情報リテラシー(1OT)

405　講義室 実践マーケティング戦略(2PT1) 運動学Ⅱ(2PT1) 観光学(2PT)

406　講義室 実践マーケティング戦略(2PT2) 運動学Ⅱ(2PT2) スポーツボランティアⅡ(2PT)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度前期：教室稼働表（火曜日）

1階

4階

2階

3階
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階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 実践マーケティング戦略(2OT1) 整形外科学(2OT1) 高齢期作業療法評価学(2OT1) 内科学(2OT1)
(前半)ビジネスのためのIT/(後半)ICT
概論(2OT)

302　講義室 整形外科学(2OT2) 内科学(2OT2) 実践マーケティング戦略(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 (前半)地域福祉論(1PT1) 解剖学Ⅰ(1PT1) 化学(1PT) 社会人基礎力(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅰ(1PT2) (前半)地域福祉論(1PT2) 統計学序論(1PT)

403　講義室 解剖学Ⅰ(1OT1) 作業療法管理学Ⅰ(1OT1) 社会人基礎力(1OT) （前半/後半）リーダーシップ論（1OT）

404　講義室 作業療法管理学Ⅰ(1OT2) 解剖学Ⅰ(1OT2) 統計学序論(1OT) 化学(1OT)

405　講義室 神経理学療法評価学(2PT1) 運動器理学療法評価学(2PT1) （前半）ICT概論(2PT)

406　講義室 運動器理学療法評価学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法評価学実習(2PT1) 運動器理学療法評価学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法評価学実習(2PT1) 運動器理学療法評価学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度前期：教室稼働表（水曜日）

1階

4階

2階

3階

13



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 精神機能作業療法評価学(2OT1) 発達障害作業療法評価学(2OT1) (後半)ICT概論(2OT) 観光学(2OT)

302　講義室 発達障害作業療法評価学(2OT2) 精神機能作業療法評価学(2OT2) 国際協力論(2OT)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 生理学Ⅰ(1PT1) (前半)リハビリテーション医学(1PT1) (前半･後半)経営学(1PT) （前半/後半）リーダーシップ論（1PT） コミュニケーション論(1PT1OT混合)

402　講義室 (前半)リハビリテーション医学(1PT2) 生理学Ⅰ(1PT2)
(前半)国際関係論/(後半)情報リテラ
シー(1PT)

403　講義室 生物学（1OT1） (前半)職業倫理(1OT1) 法学（1OT1） (前半･後半)経営学(1OT) コミュニケーション論(1PT1OT混合)

404　講義室 (前半)職業倫理(1OT2) 生物学（1OT2） (前半)国際関係論(1OT)

405　講義室 運動生理学(2PT1) 神経内科学(2PT1) (前半)実務リーダーのための財務会計Ⅱ/
(後半)ICT概論(2PT)

406　講義室 神経内科学(2PT2) 運動生理学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度前期：教室稼働表（木曜日）

1階

4階

3階

2階

14



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 作業療法学各論(2OT1) 身体機能作業療法評価学(2OT1) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

302　講義室 身体機能作業療法評価学(2OT2) 作業療法学各論(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT1)

基礎理学療法概論(1PT1) スポーツボランティアⅠ(1PT) 統計学序論(1PT)

402　講義室 基礎理学療法概論(1PT2)
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT2)

403　講義室 生理学Ⅰ(1OT1) 心理学(1OT1) 社会学(1OT1) 建築･まちづくり(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 心理学(1OT2) 生理学Ⅰ(1OT2) 建築･まちづくり(1OT2) 社会学(1OT2) 健康科学(1OT)

405　講義室 整形外科学(2PT1) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

406　講義室 整形外科学(2PT2) 神経理学療法評価学(2PT2) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

411　評価実習室 コミュニケーション論(2PT2OT混合)

412　レクリエーション室 コミュニケーション論(2PT2OT混合)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 運動器理学療法評価学実習(2PT1) 神経理学療法評価学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 運動器理学療法評価学実習(2PT1) 神経理学療法評価学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度前期：教室稼働表（金曜日）

1階

4階

2階

3階

15



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室 日常生活活動学実習(2PT1) (後半)食と健康(1OT)
(前半)食と健康(1PT)/(後半)食と健康
(1OT)

(前半)食と健康(1PT)

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2OT2) 運動学実習(2OT1)

112　基礎医学実習室 運動学実習(2OT2) 運動学実習(2OT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 運動生理学(2OT1)
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ
(2OT)

国際協力論(2OT)
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ
(2OT)

302　講義室 運動生理学(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 統計学(1PT1) 基礎理学療法評価学(1PT1)
(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅰ(1PT)

社会人基礎力(1PT) 地域ボランティア論(1PT)

402　講義室 共生福祉論(1PT2) 統計学(1PT2) 地域防災(1PT)

403　講義室 運動学Ⅰ(1OT1) 人間発達学(1OT1) 化学(1OT) 法学(1OT) 健康科学(1OT)

404　講義室 人間発達学(1OT2) 運動学Ⅰ(1OT2)

405　講義室 日常生活活動学(2PT1) 保健医療経営Ⅰ(2PT1) 国際協力論(2PT)

406　講義室 神経理学療法学(2PT2) 保健医療経営Ⅰ(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度後期：教室稼働表（月曜日）

1階

4階

3階

2階

16



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT1) 生理学実習(1PT2)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 日常生活活動作業療法評価学(2OT1) 精神医学(2OT1) (前半)在宅サービスの事業経営(2OT)

302　講義室 精神医学(2OT2) 日常生活活動作業療法評価学(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 解剖学Ⅱ(1PT1) 物理学（1PT1） 運動学Ⅰ(1PT1) (前半)国際関係論(1PT)

402　講義室 運動学Ⅰ(1PT2) 生理学Ⅱ(1PT2) 物理学（1PT2）

403　講義室 統計学(1OT1) (前半)地域福祉論(1OT1) 解剖学Ⅱ(1OT1)
(前半)実務リーダーのための財務
会計Ⅰ(1OT)/(後半)国際関係論(1OT)

404　講義室 (前半)地域福祉論(1OT2) 統計学(1OT2) 解剖学Ⅱ(1OT2)
組織・人材マネジメントのための財務
会計Ⅰ(1OT2)

(後半)情報リテラシー(1OT)

405　講義室 運動器理学療法学(2PT1)
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ(2PT)

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2PT)

障害者の社会参加とスポーツの教
育的活用Ⅰ(2PT)

406　講義室 運動器理学療法学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室 運動器理学療法学実習(2PT1)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 運動器理学療法学実習(2PT1)

512　準備室

513　治療実習室 運動器理学療法学実習(2PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度後期：教室稼働表（火曜日）

1階

4階

2階

3階

17



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2PT2)

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT2)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 神経内科学(2OT1)

302　講義室 神経内科学(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 運動療法学総論(1PT1)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT1)

音楽文化論(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅱ(1PT2) スポーツボランティアⅠ(1PT)

403　講義室 物理学（1OT1） 臨床心理学(1OT1) 作業療法評価学概論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT)

404　講義室 臨床心理学(1OT2) 物理学（1OT2） 共生福祉論(1OT2)

405　講義室 神経理学療法学(2PT1) スポーツボランティアⅡ(2PT)
（後半）在宅サービスの事業経営
(2PT)

406　講義室 運動学Ⅱ(2PT2)

411　評価実習室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

412　レクリエーション室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2) 日常生活活動支援治療学実習(3OT1)

413　機能訓練室 神経理学療法学実習(2PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

414　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

物理療法学実習(3PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法学実習(2PT1) 運動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT2) 基礎理学療法評価学実習(1PT2)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法学実習(2PT1) スポーツ理学療法学実習(3PT2) 基礎理学療法評価学実習(1PT2) 物理療法学実習(3PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度後期：教室稼働表（水曜日）

1階

4階

2階

3階

18



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2PT1) 日常生活活動学実習(2PT2)

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1OT1) 解剖学実習(1OT2) 生理学実習(1PT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

205　講義室

　 情報処理室

301　講義室
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2OT1)

高次脳機能作業療法評価学(2OT1) スポーツボランティアⅡ(2OT)
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2OT)

302　講義室 高次脳機能作業療法評価学(2OT2)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2OT2)

身体障碍への支援プログラム工学Ⅰ
(2OT)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 (前半)栄養学(1PT1) 生理学Ⅱ(1PT1) (前半)チームワーク概論(1PT1) 健康科学(1PT)

402　講義室 運動療法学総論(1PT2) (前半)栄養学(1PT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT2)

(前半)チームワーク概論(1PT2) (前半)情報リテラシー(1PT)

403　講義室
（前半）栄養学（1OT1）/(後半)リハビリ
テーション概論(1OT1)

組織・人材マネジメントの理論と実践
(1OT1)

(前半)チームワーク概論(1OT1) 社会人基礎力(1OT)

404　講義室
（前半）栄養学（1OT2）/(後半)リハビリ
テーション概論(1OT2)

作業療法評価学概論(1OT2) (前半)チームワーク概論(1OT2) 地域防災(1OT)

405　講義室 運動学Ⅱ(2PT1)
障害者の社会参加とスポーツの教
育的活用Ⅰ(2PT)

コーチングの理論とスポーツとの連携 
Ⅰ(2PT)

406　講義室 日常生活活動学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 運動学実習(2PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 日常生活活動学実習(2PT2) 運動器理学療法学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 日常生活活動学実習(2PT2) 運動器理学療法学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度後期：教室稼働表（木曜日）

1階

4階

2階

3階

19



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ(2OT)

保健医療経営Ⅰ(2OT1)

302　講義室 保健医療経営Ⅰ(2OT2)

303　講義室

304　講義室

305　講義室

306　講義室

311　演習室

401　講義室 (前半)臨床心理学(1PT1)
組織・人材マネジメントの理論と実践
(1PT1)

共生福祉論(1PT1) 人間発達学(1PT1) 法学(1PT)

402　講義室
組織・人材マネジメントの理論と実践
(1PT2)

(前半)臨床心理学(1PT2) 人間発達学(1PT2) 基礎理学療法評価学(1PT2) 化学(1PT)

403　講義室 生理学Ⅱ(1OT1) 実務リーダーのための経営戦略論(1OT1) 実務英会話(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 生理学Ⅱ(1OT2) 実務英会話(1OT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1OT2)

スポーツボランティアⅠ(1OT)

405　講義室
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2PT1)

内科学(2PT1)
障害児教育における学校支援Ⅰ
(2PT)

406　講義室 内科学(2PT2)
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

413　機能訓練室 救急救命の基礎(2OT2) 救急救命の基礎(2OT1)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 救急救命の基礎(2OT2) 救急救命の基礎(2OT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

511　治療室 救急救命の基礎(2PT2) 救急救命の基礎(2PT1)

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成33年度後期：教室稼働表（金曜日）

1階

4階

2階

3階

20



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 生理学実習(2OT2) 生理学実習(2OT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 機能解剖学(2OT1)
(前半)ビジネスのための法律/(後半)
病理学(2OT1)

(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅱ(2OT1)

302　講義室 機能解剖学(2OT2) (後半)病理学(2OT2)

303　講義室
(前半)病理学/(後半)生活環境学
(3PT1)

精神医学(3PT1) (前半)保健医療経営Ⅱ(3PT) 被災支援と理学療法(3PT)

304　講義室 精神医学(3PT2)
(前半)病理学/(後半)生活環境学
(3PT2)

305　講義室 身体機能作業療法治療学Ⅰ(3OT1) (前半)リハビリテーション医学(3OT1) 老年医学(3OT1) 小児科学(3OT1)

306　講義室 (前半)リハビリテーション医学(3OT2) 身体機能作業療法治療学Ⅰ(3OT2) 小児科学(3OT2) 老年医学(3OT2)

311　演習室
理学療法研究卒業ゼミナールⅠ(富
田)(4PT)

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 心理学(1PT1) 実務英会話(1PT1) 建築･まちづくり(1PT1) (前半）音楽文化論(1PT)

402　講義室 心理学(1PT2) 社会学(1PT2) 建築･まちづくり(1PT2) 実務英会話(1PT2)

403　講義室

404　講義室

405　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅰ(2PT1) (前半)ビジネスのためのIT(2PT) (前半)ビジネスのための法律(2PT) 国際協力論(2PT)

406　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅰ(2PT2) 観光学(2PT)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度前期：教室稼働表（月曜日）

1階

4階

2階

3階

21



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室
(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と健康
(1OT)

(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と健康
(1OT)

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 運動学Ⅱ(2OT1) スポーツボランティアⅡ(2OT) 観光学(2OT)

302　講義室 高齢期作業療法評価学(2OT2) 運動学Ⅱ(2OT2)

303　講義室
(前半)薬理学/(後半)公衆衛生学
(3PT1)

内部障害理学療法評価学(3PT1) 予防理学療法学(3PT)
障害児教育における学校支援Ⅱ
(3PT)

304　講義室
(前半)薬理学/(後半)公衆衛生学
(3PT2)

身体障害への支援システム工学Ⅱ
(3PT2)

305　講義室 (前半)保健医療経営Ⅱ(3OT) (後半)薬理学(3OT1) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1) 障害児教育と作業療法(3OT)
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ
(3OT)

306　講義室 (後半)薬理学(3OT2) 高齢期作業療法治療学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 生物学(１ＰＴ１) (前半)職業倫理(1PT1) 法学(1PT) 地域ボランティア論(1PT) 健康科学(1PT)

402　講義室 (前半)職業倫理(1PT2) 生物学（1PT2） 地域防災(1PT)

403　講義室 作業療法学概論(1OT1) (前半)敬心における共生論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT) スポーツボランティアⅠ(1OT) 統計学序論(1OT)

404　講義室 (前半)敬心における共生論(1OT2) 作業療法学概論(1OT2) 地域防災(1OT) (前半)情報リテラシー(1OT)

405　講義室 実践マーケティング戦略(2PT1) 運動学Ⅱ(2PT1) 観光学(2PT)

406　講義室 実践マーケティング戦略(2PT2) 運動学Ⅱ(2PT2) スポーツボランティアⅡ(2PT)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室 スポーツ理学療法学実習(3PT2) 内部障害理学療法評価学実習(3PT1)

512　準備室

513　治療実習室 スポーツ理学療法学実習(3PT2) 内部障害理学療法評価学実習(3PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度前期：教室稼働表（火曜日）

1階

4階

3階

2階

22



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室 義肢装具学実習(3PT1)

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 実践マーケティング戦略(2OT1) 整形外科学(2OT1) 高齢期作業療法評価学(2OT1) 内科学(2OT1)
(前半)ビジネスのためのIT/(後半)ICT
概論(2OT)

302　講義室 整形外科学(2OT2) 内科学(2OT2) 実践マーケティング戦略(2OT2)

303　講義室 義肢装具学(3PT1)
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅡ(3PT)

304　講義室 高齢者理学療法学(3PT2) 理学療法研究法(3PT2)

305　講義室 精神機能作業療法治療学(3OT1) 高齢期作業療法治療学(3OT1) 日常生活活動作業療法治療学(3OT1)
身体障害への支援システム工学Ⅱ
(3OT)

手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅡ(3OT)

306　講義室 高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 精神機能作業療法治療学(3OT2) 日常生活活動支援治療学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 解剖学Ⅰ(1PT1) 化学(1PT) 社会人基礎力(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅰ(1PT2) (前半)地域福祉論(1PT2) 統計学序論(1PT)

403　講義室 解剖学Ⅰ(1OT1) 作業療法管理学Ⅰ(1OT1) 社会人基礎力(1OT) （前半/後半）リーダーシップ論（1OT）

404　講義室 作業療法管理学Ⅰ(1OT2) 解剖学Ⅰ(1OT2) 統計学序論(1OT) 化学(1OT)

405　講義室 神経理学療法評価学(2PT1) 運動器理学療法評価学(2PT1) （前半）ICT概論(2PT)

406　講義室 運動器理学療法評価学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法評価学実習(2PT1) 運動器理学療法評価学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法評価学実習(2PT1) 運動器理学療法評価学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度前期：教室稼働表（水曜日）

1階

4階

3階

2階
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階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 精神機能作業療法評価学(2OT1) 発達障害作業療法評価学(2OT1) (後半)ICT概論(2OT) 観光学(2OT)

302　講義室 発達障害作業療法評価学(2OT2) 精神機能作業療法評価学(2OT2) 国際協力論(2OT)

303　講義室
身体障害への支援システム工学Ⅱ
(3PT1)

コーチングの理論とスポーツとの連携 
Ⅱ(3PT)

障害者の社会参加とスポーツの教
育的活用Ⅱ(3PT)

(後半)地域連携学(3PT1)

304　講義室 内部障害理学療法評価学(3PT2) (前半)地域連携学(3PT2)

305　講義室 地域作業療法学(3OT1) 身体機能作業療法治療学Ⅲ(3OT1) 日常生活活動支援治療学(3OT1)
障害児教育における学校支援Ⅱ
(3OT)

306　講義室 身体機能作業療法治療学Ⅲ(3OT2) 地域作業療法学(3OT2) 日常生活活動作業療法治療学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) (前半)リハビリテーション医学(1PT1) (前半･後半)経営学(1PT) （前半/後半）リーダーシップ論（1PT） コミュニケーション論(1PT1OT混合)

402　講義室 (前半)リハビリテーション医学(1PT2) 生理学Ⅰ(1PT2)
(前半)国際関係論/(後半)情報リテラ
シー(1PT)

コミュニケーション論(1PT1OT混合)

403　講義室 生物学（1OT1） (前半)職業倫理(1OT1) 法学（1OT） (前半･後半)経営学(1OT) コミュニケーション論(1PT1OT混合)

404　講義室 (前半)職業倫理(1OT2) 生物学（1OT2） (前半)国際関係論(1OT) コミュニケーション論(1PT1OT混合)

405　講義室 運動生理学(2PT1) 神経内科学(2PT1) (前半)実務リーダーのための財務会計Ⅱ/
(後半)ICT概論(2PT)

406　講義室 神経内科学(2PT2) 運動生理学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 スポーツ理学療法学実習(3PT1) 内部障害理学療法評価学実習(3PT2)

512　準備室

513　治療実習室 スポーツ理学療法学実習(3PT1) 内部障害理学療法評価学実習(3PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度前期：教室稼働表（木曜日）

1階

4階

2階

3階

24



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室 義肢装具学実習(3PT2)

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 作業療法学各論(2OT1) 身体機能作業療法評価学(2OT1) コミュニケーション論(2OT)

302　講義室 身体機能作業療法評価学(2OT2) 作業療法学各論(2OT2)

303　講義室
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅱ(3PT)

理学療法研究法(3PT1) 高齢者理学療法学(3PT1)

304　講義室 義肢装具学(3PT2)

305　講義室 身体機能作業療法治療学Ⅱ(3OT1) 発達障害作業療法治療学(3OT1)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅱ(3OT1)

306　講義室 発達障害作業療法治療学(3OT2) 身体機能作業療法治療学Ⅱ(3OT2)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅱ(3OT2)

311　演習室
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 基礎理学療法概論(1PT1) スポーツボランティアⅠ(1PT) 統計学序論(1PT)

402　講義室 基礎理学療法概論(1PT2)
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT2)

403　講義室 生理学Ⅰ(1OT1) 心理学(1OT1) 社会学(1OT1) 建築･まちづくり(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 心理学(1OT2) 生理学Ⅰ(1OT2) 建築･まちづくり(1OT2) 社会学(1OT2) 健康科学(1OT)

405　講義室 整形外科学(2PT1) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

406　講義室 整形外科学(2PT2) 神経理学療法評価学(2PT2) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

411　評価実習室 コミュニケーション論(2PT2OT混合)

412　レクリエーション室 コミュニケーション論(2PT2OT混合)

413　機能訓練室

414　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

501　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

502　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

503　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

504　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

505　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 運動器理学療法評価学実習(2PT1) 神経理学療法評価学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 運動器理学療法評価学実習(2PT1) 神経理学療法評価学実習(2PT2)

514　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅠ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度前期：教室稼働表（金曜日）

1階

4階

2階

3階
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階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室 日常生活活動学実習(2PT1) (後半)食と健康(1OT)
(前半)食と健康(1PT)/(後半)食と健康
(1OT)

(前半)食と健康(1PT)

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2OT2) 運動学実習(2OT1) 身体機能作業療法治療学実習Ⅰ 
(3OT1)

112　基礎医学実習室 運動学実習(2OT2) 運動学実習(2OT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 運動生理学(2OT1) 美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ 
(2OT)

国際協力論(2OT) 音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ 
(2OT)

302　講義室 運動生理学(2OT2)

303　講義室 事業計画策定概論(3PT) (前半)小児科学(3PT1) 老年医学(3PT1)

304　講義室
(前半)理学療法管理学Ⅱ(3PT2)/(後半)地
域理学療法学(3PT2)

老年医学(3PT2) (前半)小児科学(3PT2)

305　講義室 就労支援論(3OT1) 事業計画策定概論(3OT)

306　講義室 就労支援論(3OT2)

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 基礎理学療法評価学(1PT1)
(前半)実務リーダーのための財務
会計Ⅰ(1PT)

社会人基礎力(1PT) 地域ボランティア論(1PT)

402　講義室 共生福祉論(1PT2) 統計学(1PT2) 地域防災(1PT)

403　講義室 運動学Ⅰ(1OT1) 人間発達学(1OT1) 化学(1OT) 法学(1OT) 健康科学(1OT)

404　講義室 人間発達学(1OT2) 運動学Ⅰ(1OT2)

405　講義室 日常生活活動学(2PT1) 保健医療経営Ⅰ(2PT1) 国際協力論(2PT)

406　講義室 神経理学療法学(2PT2) 保健医療経営Ⅰ(2PT2)

411　評価実習室 精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ 
(3OT1)

412　レクリエーション室 精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

413　機能訓練室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ 
(3OT1)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

511　治療室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1) 身体機能作業療法治療学実習Ⅰ 
(3OT1)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度後期：教室稼働表（月曜日）

1階

4階

2階

3階

26



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT1) 生理学実習(1PT2)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 日常生活活動作業療法評価学(2OT1) 精神医学(2OT1) (前半)在宅サービスの事業経営(2OT)

302　講義室 精神医学(2OT2) 日常生活活動作業療法評価学(2OT2)

303　講義室 (後半)地域理学療法学(3PT1) 在宅医療･介護の推進(3PT1)

304　講義室 在学医療･介護の推進(3PT2) 内部障害理学療法学(3PT2)

305　講義室 健康寿命の延伸(3OT1) 在宅医療の介護の推進(3OT1)

306　講義室 在宅医療の介護の推進(3OT2) 健康寿命の延伸(3OT2)

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 物理学（1PT1） 運動学Ⅰ(1PT1) (前半)国際関係論(1PT)

402　講義室 運動学Ⅰ(1PT2) 生理学Ⅱ(1PT2) 物理学（1PT2）

403　講義室 統計学(1OT1) (前半)地域福祉論(1OT1) 共生福祉論（1OT1） 解剖学Ⅱ(1OT1) (前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅰ(1OT)/(後半)国際関係論(1OT)

404　講義室 (前半)地域福祉論(1OT2) 統計学(1OT2) 解剖学Ⅱ(1OT2)
組織・人材マネジメントのための財務
会計Ⅰ(1OT2)

(後半)情報リテラシー(1OT)

405　講義室 運動器理学療法学(2PT1)
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ(2PT)

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2PT)

障害者の社会参加とスポーツの教
育的活用Ⅰ(2PT)

406　講義室 運動器理学療法学(2PT2)

411　評価実習室 高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

412　レクリエーション室 高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

413　機能訓練室 運動器理学療法学実習(2PT1) 内部障害理学療法学実習(3PT2)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

511　治療室 運動器理学療法学実習(2PT1) 内部障害理学療法学実習(3PT2)

512　準備室

513　治療実習室 運動器理学療法学実習(2PT1) 内部障害理学療法学実習(3PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度後期：教室稼働表（火曜日）

1階

4階

2階

3階

27



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室 物理療法学実習(3PT1)

102　家政実習室 日常生活活動支援治療学実習(3OT1)

111　ADL室/動作解析室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2) 運動学実習(2PT2)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT2)

113　補装具室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2)

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 神経内科学(2OT1)

302　講義室 神経内科学(2OT2)

303　講義室 地域共生のための連携活動Ⅰ(3PT1) 小児理学療法学(3PT1)

304　講義室 小児理学療法学(3PT2)

305　講義室 地域共生のための連携活動Ⅰ(3OT1)

306　講義室

311　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 運動療法学総論(1PT1)
(前半)実務リーダーのための財務会計Ⅰ
(1PT)

実務リーダーのための経営戦略論
(1PT1)

音楽文化論(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅱ(1PT2) スポーツボランティアⅠ(1PT)

403　講義室 物理学（1OT1） 臨床心理学(1OT1) 作業療法評価学概論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT)

404　講義室 臨床心理学(1OT2) 物理学（1OT2） 共生福祉論(1OT2)

405　講義室 神経理学療法学(2PT1) スポーツボランティアⅡ(2PT)
（後半）在宅サービスの事業経営
(2PT)

406　講義室 運動学Ⅱ(2PT2)

411　評価実習室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

412　レクリエーション室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2) 日常生活活動支援治療学実習(3OT1)

413　機能訓練室 神経理学療法学実習(2PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

414　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

物理療法学実習(3PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法学実習(2PT1) 運動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT2) 基礎理学療法評価学実習(1PT2)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法学実習(2PT1) スポーツ理学療法学実習(3PT2) 基礎理学療法評価学実習(1PT2) 物理療法学実習(3PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度後期：教室稼働表（水曜日）

1階

4階

3階

2階

28



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室 発達障害作業療法治療学実習(3OT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT1)
日常生活活動作業療法治療学実習
(3OT2)

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2PT1) 日常生活活動学実習(2PT2)

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1OT1) 解剖学実習(1OT2) 生理学実習(1PT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2OT1)

高次脳機能作業療法評価学(2OT1)
身体障害への支援システム工学Ⅰ 
(2OT)

302　講義室 高次脳機能作業療法評価学(2OT2)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2OT2)

303　講義室 内部障害理学療法学(3PT1) 物理療法学(3PT1)

304　講義室 健康寿命の延伸(3PT2)

305　講義室 (前半)公衆衛生学(3OT1)

306　講義室 (前半)公衆衛生学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 生理学Ⅱ(1PT1) (前半)チームワーク概論(1PT1) 健康科学(1PT)

402　講義室 運動療法学総論(1PT2) (前半)栄養学(1PT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT2)

(前半)チームワーク概論(1PT2) (前半)情報リテラシー(1PT)

403　講義室
（前半）栄養学（1OT1）/(後半)リハビリ
テーション概論(1OT1)

組織・人材マネジメントの理論と実践
(1OT1)

(前半)チームワーク概論(1OT1) 社会人基礎力(1OT)

404　講義室
（前半）栄養学（1OT2）/(後半)リハビリ
テーション概論(1OT2)

作業療法評価学概論(1OT2) (前半)チームワーク概論(1OT2) 地域防災(1OT)

405　講義室 運動学Ⅱ(2PT1) コーチングの理論とスポーツとの連携 
Ⅰ(2PT)

406　講義室 日常生活活動学(2PT2)

411　評価実習室 高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

412　レクリエーション室 高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1) 発達障害作業療法治療学実習(3OT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT1)
日常生活活動作業療法治療学実習
(3OT2)

413　機能訓練室 内部障害理学療法学実習(3PT1) 日常生活活動学実習(2PT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT1) 運動器理学療法学実習(2PT2)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 運動学実習(2PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

511　治療室 内部障害理学療法学実習(3PT1) 日常生活活動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT1) 運動器理学療法学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 内部障害理学療法学実習(3PT1) 日常生活活動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT1) 運動器理学療法学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度後期：教室稼働表（木曜日）

1階

4階

3階

2階

29



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室 物理療法学実習(3PT2)

102　家政実習室 日常生活活動作業療法治療学(3OT1)

111　ADL室/動作解析室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ(2OT)

保健医療経営Ⅰ(2OT1)

302　講義室 保健医療経営Ⅰ(2OT2)

303　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅱ(3PT1) 健康寿命の延伸(3PT1)

304　講義室 物理療法学(3PT2) 地域共生のための連携活動Ⅰ(3PT2)

305　講義室 生活環境学(3OT1) 緩和ケアと作業療法(3OT)

306　講義室 生活環境学(3OT2)

311　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

401　講義室 社会学(１ＰＴ１)
組織・人材マネジメントの理論と実践
(1PT1)

共生福祉論(1PT1) 人間発達学(1PT1) 法学(1PT)

402　講義室
組織・人材マネジメントの理論と実践
(1PT2)

(前半)臨床心理学(1PT2) 人間発達学(1PT2) 基礎理学療法評価学(1PT2) 化学(1PT)

403　講義室 生理学Ⅱ(1OT1) 実務リーダーのための経営戦略論(1OT1) 実務英会話(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 生理学Ⅱ(1OT2) 実務英会話(1OT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1OT2)

スポーツボランティアⅠ(1OT)

405　講義室
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2PT1)

内科学(2PT1)
障害児教育における学校支援Ⅰ
(2PT)

406　講義室 内科学(2PT2)
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2PT2)

411　評価実習室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2) 日常生活活動作業療法治療学(3OT1)

413　機能訓練室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

救急救命の基礎(2OT2) 救急救命の基礎(2OT1)

414　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

501　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

502　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

503　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

504　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

505　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

506　多目的室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

救急救命の基礎(2OT2) 救急救命の基礎(2OT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

511　治療室 物理療法学実習(3PT2) 救急救命の基礎(2PT2) 救急救命の基礎(2PT1)

512　準備室

513　治療実習室 物理療法学実習(3PT2)

514　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成34年度後期：教室稼働表（金曜日）

1階

4階

2階

3階

30



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 生理学実習(2OT2) 生理学実習(2OT1)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 機能解剖学(2OT1)
(前半)ビジネスのための法律
(2OT)/(後半)病理学(2OT1)

(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅱ(2OT)

302　講義室 機能解剖学(2OT2) (後半)病理学(2OT2)

303　講義室
(前半)病理学/(後半)生活環境学
(3PT1)

精神医学(3PT1) (前半)保健医療経営Ⅱ(3PT) 被災支援と理学療法(3PT)

304　講義室 精神医学(3PT2)
(前半)病理学/(後半)生活環境学
(3PT2)

305　講義室 身体機能作業療法治療学Ⅰ(3OT1) (前半)リハビリテーション医学(3OT1) 老年医学(3OT1) 小児科学(3OT1)

306　講義室 (前半)リハビリテーション医学(3OT2) 身体機能作業療法治療学Ⅰ(3OT2) 小児科学(3OT2) 老年医学(3OT2)

311　演習室
理学療法研究卒業ゼミナールⅠ(富
田)(4PT)

401　講義室 社会学(１ＰＴ１) 心理学(1PT1) 実務英会話(1PT1) 建築･まちづくり(1PT1) (前半）音楽文化論(1PT)

402　講義室 心理学(1PT2) 社会学(1PT2) 建築･まちづくり(1PT2) 実務英会話(1PT2)

403　講義室

404　講義室

405　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅰ(2PT1) (前半)ビジネスのためのIT(2PT) (前半)ビジネスのための法律(2PT) 観光学(2PT)

406　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅰ(2PT2) 国際協力論(2PT)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) 基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室

512　準備室

513　治療実習室

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度前期：教室稼働表（月曜日）

1階

4階

3階

2階

31



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室
(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と健康
(1OT)

(前半)食と健康(1PT) /(後半)食と健康
(1OT)

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 運動学Ⅱ(2OT1) スポーツボランティアⅡ(2OT) 観光学(2OT)

302　講義室 高齢期作業療法評価学(2OT2) 運動学Ⅱ(2OT2)

303　講義室
(前半)薬理学/(後半)公衆衛生学
(3PT1)

内部障害理学療法評価学(3PT1) 予防理学療法学(3PT)

304　講義室
(前半)薬理学/(後半)公衆衛生学
(3PT2)

身体障害への支援システム工学Ⅱ
(3PT2)

305　講義室 (前半)保健医療経営Ⅱ(3OT) (後半)薬理学(3OT1) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1) 障害児教育と作業療法(3OT)
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ
(3OT)

306　講義室 (後半)薬理学(3OT2) 高齢期作業療法治療学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 生物学（1PT1） (前半)職業倫理(1PT1) 法学(1PT) 地域ボランティア論(1PT) 健康科学(1PT)

402　講義室 (前半)職業倫理(1PT2) 生物学（1PT2） 地域防災(1PT)

403　講義室 作業療法学概論(1OT1) (前半)敬心における共生論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT) スポーツボランティアⅠ(1OT) 統計学序論(1OT)

404　講義室 (前半)敬心における共生論(1OT2) 作業療法学概論(1OT2) 地域防災(1OT) (前半)情報リテラシー(1OT)

405　講義室 実践マーケティング戦略(2PT1) 運動学Ⅱ(2PT1) 観光学(2PT)

406　講義室 実践マーケティング戦略(2PT2) 運動学Ⅱ(2PT2) スポーツボランティアⅡ(2PT)

411　評価実習室

412　レクリエーション室 （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

（後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT2) （後半）基礎作業学演習Ⅰ(1OT1)

511　治療室 スポーツ理学療法学実習(3PT2) 内部障害理学療法評価学実習(3PT1)

512　準備室

513　治療実習室 スポーツ理学療法学実習(3PT2) 内部障害理学療法評価学実習(3PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度前期：教室稼働表（火曜日）

1階

4階

2階

3階

32



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室 義肢装具学実習(3PT1)

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 実践マーケティング戦略(2OT1) 整形外科学(2OT1) 高齢期作業療法評価学(2OT1) 内科学(2OT1)
(前半)ビジネスのためのIT/(後半)ICT
概論(2OT)

302　講義室 整形外科学(2OT2) 内科学(2OT2) 実践マーケティング戦略(2OT2)

303　講義室 義肢装具学(3PT1)
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅡ(3PT)

304　講義室 高齢者理学療法学(3PT2) 理学療法研究法(3PT2)

305　講義室 精神機能作業療法治療学(3OT1) 高齢期作業療法治療学(3OT1) 日常生活活動作業療法治療学(3OT1)
身体障害への支援システム工学Ⅱ
(3OT)

手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅡ(3OT)

306　講義室 高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 精神機能作業療法治療学(3OT2) 日常生活活動支援治療学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 (前半)地域福祉論(1PT1) 解剖学Ⅰ(1PT1) 化学(1PT) 社会人基礎力(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅰ(1PT2) (前半)地域福祉論(1PT2) 統計学序論(1PT)

403　講義室 解剖学Ⅰ(1OT1) 作業療法管理学Ⅰ(1OT1) 社会人基礎力(1OT) （前半/後半）リーダーシップ論（1OT）

404　講義室 作業療法管理学Ⅰ(1OT2) 解剖学Ⅰ(1OT2) 統計学序論(1OT) 化学(1OT)

405　講義室 神経理学療法評価学(2PT1) 運動器理学療法評価学(2PT1) （前半）ICT概論(2PT)

406　講義室 運動器理学療法評価学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法評価学実習(2PT1) 運動器理学療法評価学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法評価学実習(2PT1) 運動器理学療法評価学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度前期：教室稼働表（水曜日）

1階

4階

3階

2階

33



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 精神機能作業療法評価学(2OT1) 発達障害作業療法評価学(2OT1) (後半)ICT概論(2OT) 観光学(2OT)

302　講義室 発達障害作業療法評価学(2OT2) 精神機能作業療法評価学(2OT2) 国際協力論(2OT)

303　講義室
身体障害への支援システム工学Ⅱ
(3PT1)

コーチングの理論とスポーツとの連携 
Ⅱ(3PT)

障害者の社会参加とスポーツの教
育的活用Ⅱ(3PT)

(後半)地域連携学(3PT1)

304　講義室 内部障害理学療法評価学(3PT2) (前半)地域連携学(3PT2)

305　講義室 地域作業療法学(3OT1) 身体機能作業療法治療学Ⅲ(3OT1) 日常生活活動支援治療学(3OT1)
音楽療法におけるQOLの維持向上Ⅱ 
(3OT)

306　講義室 身体機能作業療法治療学Ⅲ(3OT2) 地域作業療法学(3OT2) 日常生活活動作業療法治療学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 生理学Ⅰ(1PT1) (前半)リハビリテーション医学(1PT1) (前半･後半)経営学(1PT) （前半/後半）リーダーシップ論（1PT） コミュニケーション論(1PT1OT混合)

402　講義室 (前半)リハビリテーション医学(1PT2) 生理学Ⅰ(1PT2)
(前半)国際関係論/(後半)情報リテラ
シー(1PT)

403　講義室 生物学（1OT1） (前半)職業倫理(1OT1) 法学（1OT） (前半･後半)経営学(1OT) コミュニケーション論(1PT1OT混合)

404　講義室 (前半)職業倫理(1OT2) 生物学（1OT2） (前半)国際関係論(1OT)

405　講義室 運動生理学(2PT1) 神経内科学(2PT1) (前半)実務リーダーのための財務会計Ⅱ/
(後半)ICT概論(2PT)

406　講義室 神経内科学(2PT2) 運動生理学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 スポーツ理学療法学実習(3PT1) 内部障害理学療法評価学実習(3PT2)

512　準備室

513　治療実習室 スポーツ理学療法学実習(3PT1) 内部障害理学療法評価学実習(3PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度前期：教室稼働表（木曜日）

1階

4階

3階

2階

34



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室

113　補装具室 義肢装具学実習(3PT2)

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 作業療法学各論(2OT1) 身体機能作業療法評価学(2OT1) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

302　講義室 身体機能作業療法評価学(2OT2) 作業療法学各論(2OT2)

303　講義室
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅱ(3PT)

理学療法研究法(3PT1) 高齢者理学療法学(3PT1)

304　講義室 義肢装具学(3PT2)

305　講義室 身体機能作業療法治療学Ⅱ(3OT1) 発達障害作業療法治療学(3OT1)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅱ(3OT1)

306　講義室 発達障害作業療法治療学(3OT2) 身体機能作業療法治療学Ⅱ(3OT2)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅱ(3OT2)

311　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅠ(4PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

401　講義室
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT1)

基礎理学療法概論(1PT1) スポーツボランティアⅠ(1PT) 統計学序論(1PT)

402　講義室 基礎理学療法概論(1PT2)
(前半)敬心における共生論/
(後半)リハビリテーション概論(1PT2)

403　講義室 生理学Ⅰ(1OT1) 心理学(1OT1) 社会学(1OT1) 建築･まちづくり(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 心理学(1OT2) 生理学Ⅰ(1OT2) 建築･まちづくり(1OT2) 社会学(1OT2) 健康科学(1OT)

405　講義室 整形外科学(2PT1) コミュニケーション論(2PT2OT混合)

406　講義室 整形外科学(2PT2) 神経理学療法評価学(2PT2)

411　評価実習室

412　レクリエーション室

413　機能訓練室

414　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

501　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

502　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

503　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

504　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

505　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 運動器理学療法評価学実習(2PT1) 神経理学療法評価学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 運動器理学療法評価学実習(2PT1) 神経理学療法評価学実習(2PT2)

514　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ
(3OT)

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度前期：教室稼働表（金曜日）

1階

4階

2階

3階

35



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室 日常生活活動学実習(2PT1) (後半)食と健康(1OT)
(前半)食と健康(1PT)/(後半)食と健康
(1OT)

(前半)食と健康(1PT)

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2OT2) 運動学実習(2OT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT1)

112　基礎医学実習室 運動学実習(2OT2) 運動学実習(2OT1)

113　補装具室

201　講義室 (前半)総合事業開発(4PT)

202　講義室

203　講義室 (前半)作業療法管理学(4PT1) (前半)作業療法管理学(4PT1)

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 運動生理学(2OT1)
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ
(2OT)

国際協力論(2OT)
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ
(2OT)

302　講義室 運動生理学(2OT2)

303　講義室 事業計画策定概論(3PT) (前半)小児科学(3PT1) 老年医学(3PT1)

304　講義室
(前半)理学療法管理学Ⅱ(3PT2)/(後半)地
域理学療法学(３PT2)

老年医学(3PT2) (前半)小児科学(3PT2)

305　講義室 就労支援論(3OT1) 事業計画策定概論(3OT)

306　講義室 就労支援論(3OT2)

311　演習室
理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(岩
本)(4PT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

401　講義室 統計学(1PT1) 基礎理学療法評価学(1PT1)
(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅰ(1PT)

社会人基礎力(1PT) 地域ボランティア論(1PT)

402　講義室 共生福祉論(1PT2) 統計学(1PT2) 地域防災(1PT)

403　講義室 運動学Ⅰ(1OT1) 人間発達学(1OT1) 化学(1OT) 法学(1OT) 健康科学(1OT)

404　講義室 人間発達学(1OT2) 運動学Ⅰ(1OT2)

405　講義室 日常生活活動学(2PT1) 保健医療経営Ⅰ(2PT1) 国際協力論(2PT)

406　講義室 神経理学療法学(2PT2) 保健医療経営Ⅰ(2PT2)

411　評価実習室 精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT1)

412　レクリエーション室 精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

413　機能訓練室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT1)

414　演習室
理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(大
矢)(4PT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

501　演習室
理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(富
田)(4PT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

502　演習室
作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

503　演習室
作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

504　演習室
作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

505　演習室
作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

精神機能作業療法治療学実習(3OT2) 精神機能作業療法治療学実習(3OT1)

511　治療室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT1)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法学実習(2PT2) 日常生活活動学実習(2PT1)

514　演習室
作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4PT1)

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度後期：教室稼働表（月曜日）

1階

4階

2階

3階

36



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室

111　ADL室/動作解析室

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT1) 生理学実習(1PT2)

113　補装具室

201　講義室

202　講義室

203　講義室 (前半)総合事業開発(4OT)

204　講義室 作業療法管理学Ⅱ(4OT2) 作業療法管理学Ⅱ(4OT2)

　 情報処理室

301　講義室 日常生活活動作業療法評価学(2OT1) 精神医学(2OT1) (前半)在宅サービスの事業経営(2OT)

302　講義室 精神医学(2OT2) 日常生活活動作業療法評価学(2OT2)

303　講義室 (後半)地域理学療法学(3PT1) 在学医療･介護の推進(3PT1)

304　講義室 在宅医療･介護の推進(3PT2) 内部障害理学療法学(3PT2)

305　講義室 健康寿命の延伸(3OT1) 在宅医療･介護の推進(3OT1)

306　講義室 在宅医療･介護の推進(3OT2) 健康寿命の延伸(3OT2)

311　演習室

401　講義室 解剖学Ⅱ(1PT1) 物理学（1PT1） 運動学Ⅰ(1PT1) (前半)国際関係論(1PT)

402　講義室 運動学Ⅰ(1PT2) 生理学Ⅱ(1PT2) 物理学（1PT2）

403　講義室 統計学(1OT1) (前半)地域福祉論(1OT1) 共生福祉論(1OT) 解剖学Ⅱ(1OT1)
(前半)実務リーダーのための財務会
計Ⅰ(1OT)/(後半)国際関係論(１OT)

404　講義室 (前半)地域福祉論(1OT2) 統計学(1OT2) 解剖学Ⅱ(1OT2)
組織・人材マネジメントのための財務
会計Ⅰ(1OT2)

(後半)情報ﾘﾃﾗｼｰ(1OT)

405　講義室 運動器理学療法学(2PT1)
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ(2PT)

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2PT)

障害者の社会参加とスポーツの教
育的活用Ⅰ(2PT)

406　講義室 運動器理学療法学(2PT2)

411　評価実習室 高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

412　レクリエーション室 高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

413　機能訓練室 運動器理学療法学実習(2PT1) 内部障害理学療法学実習(3PT2)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

高齢期作業療法治療学実習(3OT1) 高齢期作業療法治療学実習(3OT2)

511　治療室 運動器理学療法学実習(2PT1) 内部障害理学療法学実習(3PT2)

512　準備室

513　治療実習室 運動器理学療法学実習(2PT1) 内部障害理学療法学実習(3PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度後期：教室稼働表（火曜日）

1階

4階

2階

3階

37



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室 物理療法学実習(3PT1)

102　家政実習室 日常生活活動支援治療学実習(3OT1)

111　ADL室/動作解析室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2) 運動学実習(2PT2)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1PT2)

113　補装具室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2) 日常生活活動支援治療学実習(3OT1)

201　講義室

202　講義室

203　講義室

204　講義室

　 情報処理室

301　講義室 神経内科学(2OT1)

302　講義室 神経内科学(2OT2)

303　講義室 地域共生のための連携活動Ⅰ(3PT1) 小児理学療法学(3PT1)

304　講義室 小児理学療法学(3PT2)

305　講義室 地域共生のための連携活動Ⅰ(3OT1)

306　講義室

311　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

401　講義室 運動療法学総論(1PT1)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT1)

音楽文化論(1PT)

402　講義室 解剖学Ⅱ(1PT2) スポーツボランティアⅠ(1PT)

403　講義室 物理学（1OT1） 臨床心理学(1OT1) 作業療法評価学概論(1OT1) 地域ボランティア論(1OT)

404　講義室 臨床心理学(1OT2) 物理学（1OT2） 共生福祉論Ⅰ(1OT2)

405　講義室 神経理学療法学(2PT1) スポーツボランティアⅡ(2PT)
（後半）在宅サービスの事業経営
(2PT)

406　講義室 運動学Ⅱ(2PT2)

411　評価実習室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

412　レクリエーション室 日常生活活動支援治療学実習(3OT2) 日常生活活動支援治療学実習(3OT1)

413　機能訓練室 神経理学療法学実習(2PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

414　演習室 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 基礎理学療法評価学実習(1PT1)
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ
(3OT2)

物理療法学実習(3PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

511　治療室 神経理学療法学実習(2PT1) 運動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT2) 基礎理学療法評価学実習(1PT2)
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ
(3OT2)

512　準備室

513　治療実習室 神経理学療法学実習(2PT1) スポーツ理学療法学実習(3PT2) 基礎理学療法評価学実習(1PT2) 物理療法学実習(3PT1)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度後期：教室稼働表（水曜日）

1階

4階

3階

2階

38



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室

102　家政実習室 日常生活活動学実習(2PT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT1)
日常生活活動作業療法治療学実習
(3OT2)

111　ADL室/動作解析室 運動学実習(2PT1)

112　基礎医学実習室 解剖学実習(1OT1) 解剖学実習(1OT2) 生理学実習(1PT1)

113　補装具室

201　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
①(4PT14OT1)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
②(4PT14OT1)

202　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
①(4PT24OT2)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
②(4PT24OT2)

203　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
①(4PT1OT1)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
②(4PT14OT1)

204　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
①(4PT24OT2)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
②(4PT24OT2)

　 情報処理室

301　講義室
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2OT1)

高次脳機能作業療法評価学(2OT1) スポーツボランティアⅡ(2OT)
身体障害への支援システム工学Ⅰ 
(2OT)

302　講義室 高次脳機能作業療法評価学(2OT2)
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ(2OT2)

303　講義室 内部障害理学療法学(3PT1) 物理療法学(3PT1)

304　講義室 健康寿命の延伸(3PT2)

305　講義室 (前半)公衆衛生学(3OT1)

306　講義室 (前半)公衆衛生学(3OT2)

311　演習室

401　講義室 (前半)栄養学(1PT1) 生理学Ⅱ(1PT1) (前半)チームワーク概論(1PT1) 健康科学(1PT)

402　講義室 運動療法学総論(1PT2) (前半)栄養学(1PT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1PT2)

(前半)チームワーク概論(1PT2) (前半)情報リテラシー(1PT)

403　講義室
（前半）栄養学（1OT1）/(後半)リハビリ
テーション概論(1OT1)

組織・人材マネジメントの理論と実践
(1OT1)

(前半)チームワーク概論(1OT1) 社会人基礎力(1OT)

404　講義室
（前半）栄養学（1OT2）/(後半)リハビリ
テーション概論(1OT2)

作業療法評価学概論(1OT2) (前半)チームワーク概論(1OT2) 地域防災(1OT)

405　講義室 運動学Ⅱ(2PT1) コーチングの理論とスポーツとの連携 
Ⅰ(2PT)

406　講義室 日常生活活動学(2PT2)

411　評価実習室 高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

412　レクリエーション室 高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1) 発達障害作業療法治療学実習(3OT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT1)
日常生活活動作業療法治療学実習
(3OT2)

413　機能訓練室 内部障害理学療法学実習(3PT1) 日常生活活動学実習(2PT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT2) 発達障害作業療法治療学実習(3OT1) 運動器理学療法学実習(2PT2)

414　演習室

501　演習室

502　演習室

503　演習室

504　演習室

505　演習室

506　多目的室 運動学実習(2PT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

高次脳機能作業療法治療学(3OT2) 高次脳機能作業療法治療学(3OT1)

511　治療室 内部障害理学療法学実習(3PT1) 日常生活活動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT1) 運動器理学療法学実習(2PT2)

512　準備室

513　治療実習室 内部障害理学療法学実習(3PT1) 日常生活活動学実習(2PT2) スポーツ理学療法学実習(3PT1) 運動器理学療法学実習(2PT2)

514　演習室

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度後期：教室稼働表（木曜日）

1階

4階

2階

3階

39



階 教室 1時限 2時限 3時限 4時限 5時限

101　水治室 物理療法学実習(3PT2)

102　家政実習室 日常生活活動作業療法治療学(3OT1)

111　ADL室/動作解析室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

112　基礎医学実習室

113　補装具室

201　講義室
(,前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
③(4PT14OT1)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
④(4PT14OT1)

202　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
③(4PT24OT2)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
④(4PT24OT2)

203　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
③(4PT14OT1)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
④(4PT14OT1)

204　講義室
(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
③(4PT24OT2)

(前半)地域共生のための連携活動Ⅱ
④(4PT24OT2)

　 情報処理室

301　講義室
手話による聴覚障害者とのコミュニ
ケーションⅠ(2OT)

保健医療経営Ⅰ(2OT1)

302　講義室 保健医療経営Ⅰ(2OT2)

303　講義室 (前半)理学療法管理学Ⅱ(3PT1) 健康寿命の延伸(3PT1)

304　講義室 物理療法学(3PT2) 地域共生のための連携活動Ⅰ(3PT2)

305　講義室 生活環境学(3OT1) 緩和ケアと作業療法(3OT)

306　講義室 生活環境学(3OT2) 地域共生のための連携活動Ⅰ(3OT2)

311　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

401　講義室 (前半)臨床心理学(1PT1)
組織・人材マネジメントの理論と実践
(1PT1)

共生福祉論(1PT1) 人間発達学(1PT1) 法学(1PT)

402　講義室
組織・人材マネジメントの理論と実践
(1PT2)

(前半)臨床心理学(1PT2) 人間発達学(1PT2) 基礎理学療法評価学(1PT2) 化学(1PT)

403　講義室 生理学Ⅱ(1OT1) 実務リーダーのための経営戦略論(1OT1) 実務英会話(1OT1) 音楽文化論(1OT)

404　講義室 生理学Ⅱ(1OT2) 実務英会話(1OT2)
実務リーダーのための経営戦略論
(1OT2)

スポーツボランティアⅠ(1OT)

405　講義室
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2PT1)

内科学(2PT1)
障害児教育における学校支援Ⅰ
(2PT)

406　講義室 内科学(2PT2)
身体障害への支援システム工学Ⅰ
(2PT2)

411　評価実習室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

412　レクリエーション室 基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2) 日常生活活動作業療法治療学(3OT1)

413　機能訓練室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

救急救命の基礎(2OT2) 救急救命の基礎(2OT1)

414　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

501　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

502　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

503　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

504　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

505　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT) 作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

506　多目的室
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT1)

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ
(3OT2)

救急救命の基礎(2OT2) 救急救命の基礎(2OT1)

507　基礎作業実習室
　（木工・金工）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

508　基礎作業実習室
　（陶工・絵画）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

509　基礎作業実習室
　（織物・手工芸）

基礎作業学演習Ⅱ(1OT1) 基礎作業学演習Ⅱ(1OT2)

511　治療室 物理療法学実習(3PT2) 救急救命の基礎(2PT2) 救急救命の基礎(2PT1)

512　準備室

513　治療実習室 物理療法学実習(3PT2)

514　演習室 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ(4PT) 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ(3PT)
作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 
(3OT)

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 
(4OT)

6階 611　大教室

5階

専門職大学■　／　専門学校との共用■　／　専門学校■

平成35年度後期：教室稼働表（金曜日）

1階

4階

2階

3階

40



理学療法学科　担当教員別時間割表

※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限

【OT】
リハビリテー
ション医学
(前半)②

【OT】
敬心における

共生論
(前半)②

リハビリテー
ション医学
(前半)②

敬心における
共生論
(前半)①

1時限

2時限

【OT】
リハビリテー
ション医学
(前半)①

【OT】
敬心における

共生論
(前半)①

リハビリテー
ション医学
(前半)①

敬心における
共生論
(前半)②

2時限

3時限
【OT】

スポーツボラ
ンティアⅡ

3時限
【OT】

スポーツボラ
ンティアⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
内部障害理
学療法評価

学②
1時限

内部障害理
学療法学実

習①

理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

2時限
内部障害理
学療法評価

学①

内部障害理
学療法評価
学実習②

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限
内部障害理
学療法学②

内部障害理
学療法学①

3時限
内部障害理
学療法評価
学実習①

3時限
内部障害理
学療法学実

習②

健康寿命の
延伸②（オ）

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限
健康寿命の
延伸①（オ）

備考 備考

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限
【OT】

生理学実習
②

生理学Ⅰ①
【OT】

生理学Ⅰ①
1時限

【OT】
生理学Ⅱ②

2時限
【OT】

生理学実習
①

生理学Ⅰ②
【OT】

生理学Ⅰ②
2時限 生理学Ⅱ② 生理学Ⅱ①

【OT】
生理学Ⅱ①

3時限 3時限
生理学実習

②
生理学実習

①

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 生物学① 解剖学Ⅰ②
【OT】

生物学①
1時限 解剖学Ⅱ① 解剖学Ⅱ②

2時限 生物学② 解剖学Ⅰ①
【OT】

生物学②
2時限

解剖学実習
①

解剖学実習
②

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　

1
開
講
／
１
単
位

6
開
講
／
6
単
位

4
開
講
／
4
単
位

五十嵐 広明

10
－－－－－
【科目数】

5
14

6
開
講
／
10
単
位

後　期

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

10

5
開
講
／
9
単
位

6
－－－－－
【科目数】

5

研究日

研究日

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議 会議

研究日陶山 哲夫 研究日

会議 会議

会議

研究日
6.2
開
講
／
8.2
単
位

研究日

研究日

研究日

会議

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

照井 直人

12
－－－－－
【科目数】

6
12

6
開
講
／
6
単
位

田畑 稔

12.2
－－－－－
【科目数】

9
16.2

6
開
講
／
8
単
位

臨地実務実習

1

4

1

2

1

【資料15】



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
神経理学療
法評価学①

1時限

2時限
神経理学療
法評価学実

習①
2時限

3時限
神経理学療
法評価学②

3時限
健康寿命の
延伸②（オ）

4時限
神経理学療
法評価学実

習②
4時限

5時限 5時限
健康寿命の
延伸①（オ）

0.2 0.2

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考 備考

1時限
義肢装具学

①
基礎理学療
法概論②

1時限
理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

2時限
義肢装具学

実習①
基礎理学療
法概論①

2時限
基礎理学療
法評価学①

3時限
義肢装具学

②
3時限

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

義肢装具学
実習②

4時限
基礎理学療
法評価学②

5時限 5時限

備考 備考

1.3 8.3

1.1
開
講
／
8.1
単
位

備考

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

1時限

薬理学
(前半)①

公衆衛生学
(後半)①

1時限
【OT】

公衆衛生学
(前半)

内科学②

2時限

薬理学
(前半)②

公衆衛生学
(後半)②

2時限
【OT】

公衆衛生学
(前半)②

内科学①

3時限
【OT】

内科学②
3時限

健康寿命の
延伸②（オ）

4時限
【OT】

内科学①
4時限

【OT】
健康寿命の
延伸①（オ）

5時限 5時限
【OT】

健康寿命の
延伸②（オ）

健康寿命の
延伸①（オ）

研究日

研究日

研究日

検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

評価実習（8単位/1開講　科目責任者）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

会議

3.6
開
講
／
6.6
単
位

会議

研究日

研究日

会議 会議

研究日

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

6
開
講
／
6
単
位

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.2
開
講
／
0.2
単
位

6
開
講
／
10
単
位

灰田 信英

4.2
－－－－－
【科目数】

3

6.2

4
開
講
／
6
単
位

14.6

12
－－－－－
【科目数】

8

4
開
講
／
8
単
位

沼田 憲治

佐久間 肇

16

7.6
－－－－－
【科目数】

7

臨地実務実習

5

臨地実務実習臨地実務実習

3

4

2



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限
理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

運動学Ⅰ② 運動学Ⅱ②
運動療法学

総論②

2時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限
運動療法学

総論①
運動学Ⅱ①

3時限 運動学Ⅱ② 3時限

4時限 運動学Ⅱ① 4時限 運動学Ⅰ①
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

5時限 5時限

備考 備考

0.6 0.6

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.4
開
講
/

0.4
単
位

備考

1時限
リハビリテー
ション概論
（後半）①

1時限
運動器理学
療法学①

【OT】
リハビリテー
ション概論②

(後半)

2時限
リハビリテー
ション概論
（後半）②

2時限
運動器理学
療法学②

【OT】
リハビリテー
ション概論①

(後半)

3時限
運動器理学
療法評価学

②
3時限

健康寿命の
延伸②（オ）

4時限
運動器理学
療法評価学

①

障害者の社
会参加とス

ポーツの教育
的活用Ⅱ

4時限

5時限 5時限

障害者の社
会参加とス

ポーツの教育
的活用Ⅰ

健康寿命の
延伸①（オ）

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限 ※ 1時限
理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

物理療法学
実習②

2時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限
物理療法学

②

3時限 3時限
物理療法学

①

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限 4時限
（PO合同）

チームワーク
概論(前半)

5時限 5時限
物理療法学

実習①

備考 備考

3.4 18.4

2
開
講
／
16
単
位

備考

1.4
開
講
／
2.4
単
位

備考

研究日

5.2
開
講
／
9.2
単
位

会議

会議

研究日

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

3.6
開
講
／
8
単
位

6.5
開
講
／
9
単
位

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

研究日

研究日

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/9(火)・5/10(水)・5/17(水)   実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27(火)・6/28(水)・7/5（水）実習巡回）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習(2単位/1開講)
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

12
－－－－－
【科目数】

8

12

通
年
4
開
講
／
4
単
位

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

研究日

会議

※ 研究日※
2
開
講
／
2
単
位

鳥居 昭久

4
開
講
／
7
単
位

岩本 浩二

大矢 暢久

8.5
－－－－－
【科目数】

7

11

11.2
－－－－－
【科目数】

8

18.2

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

5

6

7

3



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 ※ 1時限
基礎理学療
法評価学実

習①

理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

2時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限

3時限 3時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限 4時限
基礎理学療
法評価学実

習②

5時限 5時限

備考 備考

2.6 16.6

2
開
講
／
16
単
位

備考

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

1時限
スポーツ理学
療法学実習

②

スポーツ理学
療法学実習

①
1時限

2時限 2時限
日常生活

活動学実習
①

日常生活
活動学実習

②

3時限 3時限
スポーツ

理学療法学
実習②

4時限 4時限
スポーツ

理学療法学
実習①

5時限 5時限

備考

1
開
講
／
1
単
位

備考

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

1時限 1時限
理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

2時限
運動器理学
療法評価学

実習①
2時限

3時限 3時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限
運動器理学
療法評価学

実習②
4時限

5時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

5時限

備考 備考

1.6 1.6

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

1.4
開
講
/

1.4
単
位

備考

研究日

会議

加藤 剛平

6
－－－－－
【科目数】

5

6

7
－－－－－
【科目数】

3

会議

会議

アスレティックリハビリテーション　3学年後期末に集中講義

研究日 研究日

会議

4
開
講
／
4
単
位

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

見学実習（1単位/1開講）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

研究日

2
開
講
／
2
単
位

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習(0.2単位/0.2開講　実習前後の評価)
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

4
開
講
／
4
単
位

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

2
開
講
／
2
単
位

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

評価実習（8単位/1開講）
（※5/9(火)・5/10(水)・5/16(火) ・5/17(水) 実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27(火)・6/28(水)・7/4(火) ・7/5（水）  実習巡回）

6
－－－－－
【科目数】

5

6

※ ※

研究日

会議

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

2
開
講
／
2
単
位

4
開
講
／
4
単
位

7

森本 晃司

武井 圭一

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

8

9

10

4



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限
理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

在宅医療・介
護の推進②

（オ）

運動学実習
①

2時限 2時限
運動学実習

②

3時限 3時限
在宅医療・介
護の推進①

（オ）

4時限
予防理学療

法
4時限

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

5時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

地域連携学
(前半)②/

地域連携学
(後半)①

5時限

備考 備考

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限
運動生理学

①
1時限

理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

2時限
理学療法研

究法②
運動生理学

②

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限

3時限
理学療法研

究法①
3時限

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

備考 備考

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限
生活環境学

(後半)①
高齢者理学
療法学②

1時限
在宅医療・介
護の推進②

（オ）

理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

2時限
生活環境学

(後半)②

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限

3時限 3時限
在宅医療・介
護の推進①

（オ）

理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

4時限
高齢者理学
療法学①

4時限
（PO合同）

チームワーク
概論(前半)

5時限 5時限

備考 備考

2.4 9.4

1
開
講
/
8
単
位

備考

1.4
開
講
/

1.4
単
位

備考

清宮 清美

8
－－－－－
【科目数】

6

8

8.3
－－－－－
【科目数】

8

11.8

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（1単位/1開講　科目責任者）

4.2
開
講
／
4.2
単
位

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

研究日

会議

3.3
開
講
／
3.8
単
位

研究日

会議

総合実習(8単位/1開講　科目責任者)

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

富田 義人

4
開
講
／
6
単
位

6
開
講
／
6
単
位

5
開
講
／
8
単
位

田中 直樹

8.2
－－－－－
【科目数】

8

10.2

会議

研究日

研究日

会議

研究日

会議

2
開
講
／
2
単
位

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

11

12

臨地実務実習

13

5



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限
日常生活
活動学①

在宅医療・介
護の推進②

（オ）

理学療法研
究卒業ゼミ
ナールⅡ

日常生活
活動学②

2時限
理学療法

研究基礎ゼミ
ナールⅠ

2時限

3時限
スポーツボラ
ンティアⅠ

3時限
在宅医療・介
護の推進①

（オ）

スポーツボラ
ンティアⅡ

4時限
【OT】

スポーツボラ
ンティアⅠ

4時限
理学療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

5時限
スポーツボラ
ンティアⅡ

5時限
スポーツボラ
ンティアⅠ

【OT】
スポーツボラ
ンティアⅠ

備考 備考

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限
理学療法管

理学Ⅰ
(前半)②

1時限

理学療法管理
学Ⅱ(前半)②
地域理学療法

学(後半)②

在宅医療・介
護の推進②

（オ）

理学療法管
理学Ⅱ
(前半)

①

2時限
理学療法管

理学Ⅰ
(前半)①

2時限
地域理学療

法学Ⅱ
(後半)①

3時限 3時限
在宅医療・介
護の推進①

（オ）

4時限 4時限

5時限 5時限

0.8 0.8

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限 ※ 1時限
在宅医療・介
護の推進②

（オ）

小児理学療
法学②

2時限 2時限
小児理学療

法学①

3時限 3時限
在宅医療・介
護の推進①

（オ）

4時限 4時限

5時限 5時限

3.2 18.2

2
開
講
／
16
単
位

備考

1.2
開
講
／
2.2
単
位

備考

2.2
－－－－－
【科目数】

2

4.2

会議

8.2

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

12.2
－－－－－
【科目数】

9
18.2

5.2
－－－－－
【科目数】

5

研究日

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/9（水）・5/10(水)・5/11(木)・5/16(火) 実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27（火）・6/28(水)・6/29(木)・7/4（火）・7/5（水）実習巡回）

会議

※ ※ ※

佐藤 政広

杉山 真理

（1）
大塚 幸永

開
講
な
し

5
開
講
／
7
単
位

1
開
講
／
2
単
位

（PO合同）
地域共生の
ための連携

活動Ⅱ
全15回研究日

2.2
開
講
／
4.2
単
位

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（2単位/1開講）

研究日研究日

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

（PO合同）
地域共生の
ための連携

活動Ⅱ
全15回

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

会議

研究日

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

7.2
開
講
／

11.2
単
位

4.2
開
講
／
6.2
単
位

研究日

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

14

臨地実務実習

16

6



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限

2時限 2時限

【OT】
手話による聴
覚障害者との
コミュニケー

ションⅠ

3時限

手話による聴
覚障害者との
コミュニケー

ションⅡ

3時限

手話による聴
覚障害者との
コミュニケー

ションⅠ

4時限 4時限

5時限

【OT】
手話による聴
覚障害者との
コミュニケー

ションⅡ

5時限

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限
実務リーダー
のための経営

戦略論②

【OT】
実務リーダー
のための経営

戦略論①

4時限 4時限
実務リーダー
のための経営

戦略論①

【OT】
実務リーダー
のための経営

戦略論②

5時限 5時限

1時限 1時限
身体障害へ

の支援システ
ム工学Ⅰ①

2時限
身体障害へ

の支援システ
ム工学Ⅱ①

2時限

3時限
身体障害へ

の支援システ
ム工学Ⅱ②

【OT】
ICT概論
(前半)

3時限
身体障害へ

の支援システ
ム工学Ⅰ②

4時限

【OT】
身体障害へ

の支援システ
ム工学Ⅱ

ICT概論
(後半)

4時限

【OT】
身体障害へ

の支援システ
ム工学Ⅰ

5時限
ICT概論

【PT】前半
【OT】後半

5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

1時限 1時限 統計学①
【OT】

統計学①

2時限 2時限 統計学②
【OT】

統計学②

3時限
【OT】

統計学序論
3時限

4時限 統計学序論 統計学序論 4時限

5時限
【OT】

統計学序論
5時限

1.6 1.6

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考

1.4
開
講
／
1.4
単
位

備考

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

10
－－－－－
【科目数】

7

西澤 達夫 15

5
開
講
／
7
単
位

研究日

2
開
講
／
2
単
位

会議

有薗 暢子

4
－－－－－
【科目数】

2

6 講／4単

4
開
講
／
8
単
位

3
開
講
／
6
単
位

4
開
講
／
8
単
位

研究日

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

会議

研究日

8

研究日

8
－－－－－
【科目数】

4

16

4
開
講
／
8
単
位

五嶋 裕子

会議

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（1単位/1開講）

江幡 真史

開
講
な
し

4
－－－－－
【科目数】

2

研究日

研究日

会議

研究日

会議

会議

研究日

会議

会議

17

20

21

臨地実務実習

18

臨地実務実習

7



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 ※ 1時限
地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ①(オ)

2時限 2時限
運動器理学
療法学実習

①

3時限 3時限

4時限 4時限
地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ②（オ）

5時限 5時限
運動器理学
療法学実習

②

備考

2
開
講
/
2
単
位

備考

2.6 16.6

2
開
講
／
16
単
位

備考

0.6
開
講
/

0.6
単
位

備考

1時限 ※ 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

5 20

2
開
講
／
16
単
位

備考

3
開
講
／
4
単
位

備考

1時限 ※ 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

5 20

2
開
講
／
16
単
位

備考

3
開
講
／
4
単
位

備考

【OT】
（PO合同）

地域共生のた
めの連携活動

Ⅱ
全15回

【OT】
（PO合同）

地域共生のた
めの連携活動

Ⅱ
全15回

0
－－－－－
【科目数】

0

8.8
－－－－－
【科目数】

4

7.6

0
開
講
/
0
単
位

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

研究日

会議

会議

研究日

見学実習（1単位/1開講）
検査・測定実習（2単位/1開講）
地域実習（1単位/1開講）

開
講
な
し

研究日

会議

見学実習（1単位/1開講）
検査・測定実習（2単位/1開講）
地域実習（1単位/1開講）

開
講
な
し

研究日

6.8
開
講
／
5.6
単
位

0

開
講
な
し

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/10(水)・5/11(木)・5/12(金)・5/17(水)  実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/28(水) ・6/29(木)・6/30（金）・7/5(水)実習巡回）

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/9(火)・5/12(金)   実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27(火)・6/30(金)  実習巡回）

会議

※

重國 宏次

有本 邦洋

開
講
な
し

研究日

会議

（2）
中村 泰規

0
－－－－－
【科目数】

0

0

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/10(水)・5/11(木)・5/12(金)・5/17（水）  実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/28(水)・6/29(木)・6/30(金)・7/5(水)   実習巡回）

研究日

研究日

会議

※ ※ ※

※ ※ ※

※

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

20

21

8



理学療法学科　担当教員別時間割表

　　※ １開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
実践マーケ
ティング戦略

①
1時限

2時限
実践マーケ
ティング戦略

②
2時限

3時限
経営学

(前半/後半)
3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

宮地 恵美子

5
－－－－－
【科目数】

3

8

3
開
講
／
6
単
位

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

開
講
な
し

会議

研究日

会議19

9



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
高齢期作業
療法評価学

②

作業療法学
各論①

1時限

2時限
作業療法学
各論②

2時限

3時限
高齢期作業
療法評価学

①
3時限

作業療法評
価学概論①

作業療法評
価学概論②

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
機能解剖学

①
解剖学Ⅰ① 1時限

解剖学実習
①

2時限
機能解剖学

②
解剖学Ⅰ② 2時限

解剖学実習
②

3時限 3時限 解剖学Ⅱ②

4時限 4時限 解剖学Ⅱ①

5時限 5時限

1時限 1時限
【PT】

共生福祉論
②

地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ①（オ）

【PT】
地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ➀（オ）

2時限 2時限
地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ②（オ）

3時限 3時限
共生福祉論

①
共生福祉論

②

【PT】
共生福祉論

➀

4時限 4時限

【PT】
地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ②（オ）

5時限 5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

研究日

会議 会議

評価実習Ⅰ(0.1単位/0.2開講　実習前後の評価)
評価実習Ⅱ(0.1単位/0.1開講　実習前後の評価)

佐々木　博之

8
－－－－－
【科目数】

4

8

4
開
講
／
4
単
位

研究日

4
開
講
／
4
単
位

研究日

会議 会議

山田　孝

0.5 0.4

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.3
開
講
／
0.2
単
位

備考

6
－－－－－
【科目数】

3
6

4
開
講
／
4
単
位

研究日

2
開
講
／
2
単
位

研究日

会議 会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

柳澤　孝主

8.4
－－－－－
【科目数】

5

14.8

開
講
な
し

研究日

6.4
開
講
／
12.8
単
位

3

1

臨地実務実習

1

10



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
精神機能作
業療法治療

学①

精神機能作
業療法評価

学①
1時限

精神機能作
業療法治療
学実習②

2時限
精神機能作
業療法治療

学②

精神機能作
業療法評価

学②
2時限

精神機能作
業療法治療
学実習➀

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 1時限
作業療法管
理学Ⅱ➀

作業療法管
理学Ⅱ②

2時限 2時限
作業療法管
理学Ⅱ➀

作業療法管
理学Ⅱ②

3時限 3時限

4時限 4時限
(PO合同)

チームワーク
概論(前半)

作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

埜﨑　都代子

6
－－－－－
【科目数】

3
6

4
開
講
／
4
単
位

研究日

備考
評価実習Ⅰ(0.1単位/0.2開講　実習前後の評価)
評価実習Ⅱ(0.1単位/0.1開講　実習前後の評価)

2
開
講
／
2
単
位

研究日

会議 会議

0.5 0.4

0.2
開
講
／
0.2
単
位

備考
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.3
開
講
／
0.2
単
位

里村　惠子

9.5
－－－－－
【科目数】

8

11

1
開
講
／
1
単
位

研究日

5.5
開
講
／
7
単
位

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施 （PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位./0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

(PO合同)
地域共生のた
めの連携活動

Ⅱ
全15回

(PO合同)
地域共生のた
めの連携活動

Ⅱ
全15回

臨地実務実習

臨地実務実習

2

3

11



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
基礎作業学
演習Ⅰ②

基礎作業学
演習Ⅰ②
(後半)

1時限
高次脳機能作
業療法評価学

②

身体機能作業
療法治療学実

習Ⅲ①

2時限
基礎作業学
演習Ⅰ➀

基礎作業学
演習Ⅰ➀
(後半)

2時限
高次脳機能作
業療法評価学

➀

身体機能作業
療法治療学実

習Ⅲ②

3時限 3時限

4時限 4時限
在宅医療・介
護の推進②

（オ）

作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

在宅医療・介
護の推進➀

（オ）

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考

1
開
講
／
1
単
位

備考

1時限
地域作業療
法学①

1時限
日常生活活動
支援治療学実

習②

生活環境学
②

2時限
地域作業療
法学②

2時限
日常生活活動
支援治療学実

習①

生活環境学
①

3時限 3時限

4時限 4時限
在宅医療・介
護の推進②

（オ）

(PO合同)
チームワーク
概論(前半)

作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

在宅医療・介
護の推進①

（オ）

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施 生活行為を支援するための環境整備　3学年後期末に集中講義

2 1.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

11.2
－－－－－
【科目数】

9

11.2

3
開
講
／
3
単
位

研究日

6.2
開
講
／
6.2
単
位

1.4
開
講
／
1.3
単
位

備考

地域作業療法学実習（1単位/1開講）
評価実習Ⅰ(0.1単位/0.2開講　実習前後の評価)
評価実習Ⅱ(0.1単位/0.1開講　実習前後の評価)
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

猪股　英輔

11.1
－－－－－
【科目数】

9

11.6

3
開
講
／
3
単
位

研究日

7.1
開
講
／
7.6
単
位

研究日

会議

小林　毅

会議

研究日

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

臨地実務実習

臨地実務実習

4

5

12



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
【PT】

地域福祉論
(前半)➀

1時限
地域福祉論
②(前半)

2時限
【PT】

地域福祉論
(前半)②

2時限
地域福祉論
➀(前半)

3時限
地域ボラン
ティア論

3時限

4時限
【PT】

地域ボラン
ティア論

【PT】障害者の
社会参加とス
ポーツの教育
的活用Ⅱ

4時限
地域ボラン
ティア論

5時限 5時限
【PT】

地域ボラン
ティア論

【PT】障害者の
社会参加とス
ポーツの教育
的活用Ⅰ

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

1時限
作業療法学
概論①

作業療法管
理学Ⅰ②

身体機能作業
療法治療学Ⅲ

②
1時限

2時限
作業療法学
概論②

作業療法管
理学Ⅰ①

身体機能作業
療法治療学Ⅲ

➀
2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

菊地（岩田）
みほ

10
－－－－－
【科目数】

7

17

4
開
講
／
7
単
位

研究日

4
開
講
／
8
単
位

研究日

会議 会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

佐藤　章

8
－－－－－
【科目数】

4

8

6
開
講
／
6
単
位

研究日

開
講
な
し

研究日

会議 会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/.0.1開講　OSCE担当
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

臨地実務実習

6

6

13



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 身体機能作業
療法評価学② 1時限

就労支援論
①

2時限 身体機能作業
療法評価学① 2時限

就労支援論
②

3時限 日常生活活動
支援治療学②

日常生活活動
支援治療学① 3時限

4時限 4時限
健康寿命の
延伸➀（オ）

作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

健康寿命の
延伸②（オ）

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

1時限 1時限
精神機能作
業療法治療
学実習②

地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ①（オ）

2時限 2時限
精神機能作
業療法治療
学実習①

地域共生のた
めの連携活動

Ⅰ②（オ）

3時限 3時限

4時限 4時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限
音楽療法によ
るQOLの維持

向上Ⅱ
4時限

5時限
【PT】

音楽文化論
音楽文化論 5時限

音楽療法によ
るQOLの維持

向上Ⅰ

【PT】
音楽文化論

音楽文化論

星　克司

10.6
－－－－－
【科目数】

8

10.6

5
開
講
／
5
単
位

研究日

4.6
開
講
／
4.6
単
位

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

齋藤　久恵

8.8
－－－－－
【科目数】

7

9.6

1
開
講
／
1
単
位

研究日

6.8
開
講
／
7.6
単
位

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

(PO合同)
地域共生のた
めの連携活動

Ⅱ
全15回

(PO合同)
地域共生のた
めの連携活動

Ⅱ
全15回

研究日

会議 会議

平野　夏子

6
－－－－－
【科目数】

4

11

3
開
講
／
5
単
位

研究日

3
開
講
／
6
単
位

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

7

8

9

14



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限
基礎作業学
演習Ⅱ①

2時限 高齢期作業療
法治療学① 2時限

高齢期作業療
法治療学実習

①

基礎作業学
演習Ⅱ②

3時限 高齢期作業療
法治療学② 3時限

高齢期作業療
法治療学実習

②

4時限 4時限
健康寿命の
延伸➀（オ）

作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

健康寿命の
延伸②（オ）

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

1時限 1時限
日常生活活動
作業療法評価

学①

2時限 2時限
日常生活活動
作業療法評価

学②

3時限
日常生活活動
作業療法治療

学①

日常生活活動
作業療法治療

学②
3時限

日常生活活動
作業療法治療

学実習①

4時限 4時限
健康寿命の
延伸➀（オ）

作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

健康寿命の
延伸②（オ）

日常生活活動
作業療法治療

学実習②

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

1時限 1時限
運動学実習

②

2時限 2時限
運動学実習

①

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

秋元　美穂

10.4
－－－－－
【科目数】

8

10.4

3
開
講
／
3
単
位

研究日

6.4
開
講
／
6.4
単
位

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

井口　佳晴

10.2
－－－－－
【科目数】

8

10.2

3
開
講
／
3
単
位

研究日

6.2
開
講
／
6.2
単
位

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

井川　大樹

2
－－－－－
【科目数】

1

2

開
講
な
し

研究日

2
開
講
／
2
単
位

研究日

会議 会議

備考

地域作業療法学実習
評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）
評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）
地域実習

8 28

4
開
講
／
20
単
位

備考

体験実習Ⅰ
体験実習Ⅱ
総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）
総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4
開
講
／
8
単
位

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

10

11

12

15



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限
運動学実習

②

2時限 2時限
運動学実習

①

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
薬理学②
(後半)

【PT】
神経内科学

②
1時限

運動生理学
①

神経内科学
①

2時限
薬理学①
(後半)

【PT】
神経内科学

➀
2時限

運動生理学
②

神経内科学
②

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 1時限

【PT】
組織・人材マネ
ジメントの理論

と実践②

2時限 2時限

【PT】
組織・人材マネ
ジメントの理論

と実践➀

3時限

【PT】
コーチングの理
論とスポーツと

の連携Ⅱ

3時限
組織・人材マネ
ジメントの理論

と実践①

4時限
リーダーシップ

論
（前半/後半）

【PT】
リーダーシップ

論
（前半/後半）

4時限
組織・人材マネ
ジメントの理論

と実践②

【PT】
コーチングの理
論とスポーツと

の連携Ⅰ

5時限
(PO合同)

コミュニケー
ション論

(PO合同)
コミュニケー
ション論

5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

地域作業療法学実習
評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）
評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）
地域実習

研究日

会議 会議

体験実習Ⅰ
体験実習Ⅱ
総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）
総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4
開
講
／
8
単
位

備考

0
－－－－－
【科目数】

0

0

開
講
な
し

研究日

開
講
な
し

畠山　久司

2
－－－－－
【科目数】

1

2

開
講
な
し

研究日

2
開
講
／
2
単
位

8 28

4
開
講
／
20
単
位

備考

体験実習Ⅰ
体験実習Ⅱ
総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）
総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4
開
講
／
8
単
位

備考

片岡　幸彦
12

－－－－－
【科目数】

8

21

7
開
講
／
9
単
位

研究日

5
開
講
／
10
単
位

地域作業療法学実習
評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）
評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）
地域実習

草野　修輔

8
－－－－－
【科目数】

4

12

3
開
講
／
6
単
位

研究日

4
開
講
／
6
単
位

研究日

会議 会議

河邊　宗知

研究日

会議 会議

8 28

4
開
講
／
20
単
位

備考

研究日

会議 会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

臨地実務実習

臨地実務実習

17

13

14

15

16



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
発達障害作
業療法評価

学②

発達障害作
業療法治療

学②
1時限

人間発達学
②

2時限
発達障害作
業療法評価

学①

発達障害作
業療法治療

学①
2時限

人間発達学
①

3時限 3時限
発達障害作
業療法治療
学実習②

4時限 4時限
在宅医療・介
護の推進②

（オ）

発達障害作
業療法治療
学実習①

作業療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

5時限
作業療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

5時限
作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

在宅医療・介
護の推進➀

（オ）

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

1時限

【PT】
ユニバーサル
ツーリズムと外

出支援Ⅱ

1時限
ユニバーサル
ツーリズムと外
出支援Ⅰ①

2時限 2時限
ユニバーサル
ツーリズムと外
出支援Ⅰ②

3時限
ユニバーサル
ツーリズムと外
出支援Ⅱ①

3時限

4時限 観光学 観光学
ユニバーサル
ツーリズムと外
出支援Ⅱ②

4時限

【PT】
ユニバーサル
ツーリズムと外

出支援Ⅰ

5時限
【PT】
観光学

【PT】
観光学

5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

1時限 運動学Ⅱ➀
高次脳機能
作業療法治
療学②

1時限 運動学Ⅰ➀
高次脳機能
作業療法治
療学実習②

2時限 2時限
高次脳機能
作業療法治
療学実習①

3時限
高次脳機能
作業療法治
療学①

3時限

4時限 4時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究
基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

若原　圭子

12
－－－－－
【科目数】

7
19

7
開
講
／
1
1
単
位

研究日

3
開
講
／
6
単
位

研究日

会議

1 0.9

0.6
開
講
／
0.6
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.4
開
講
／
0.3
単
位

佐々木　清子

12.6
－－－－－
【科目数】

9

12.6

5
開
講
／
5
単
位

会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

6.6
開
講
／
6.6
単
位

近野　智子

12
－－－－－
【科目数】

9

12

4
開
講
／
4
単
位

研究日

5
開
講
／
5
単
位

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施 （PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

4.3 7.3

2.2
開
講
／
2.2
単
位

備考

体験実習Ⅰ（1単位/1開講　科目責任者）
体験実習Ⅱ（1単位/1開講　科目責任者）
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）
総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

2.1
開
講
／
5.1
単
位

備考
評価実習Ⅰ（3単位/1開講　科目責任者）
評価実習Ⅱ（2単位/1開講　科目責任者）
地域実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）

臨地実務実習

臨地実務実習

18

臨地実務実習

16

17

17



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限
身体機能作
業療法治療
学Ⅰ①

身体機能作
業療法治療
学Ⅱ①

1時限

2時限
身体機能作
業療法治療
学Ⅰ②

運動学Ⅱ②
身体機能作
業療法治療
学Ⅱ②

2時限 運動学Ⅰ②

3時限 3時限
身体機能作
業療法治療
学実習Ⅱ①

4時限 4時限
在宅医療・介
護の推進②

（オ）

身体機能作
業療法治療
学実習Ⅱ②

作業療法研
究基礎ゼミ
ナールⅡ

5時限
作業療法研
究基礎ゼミ
ナールⅠ

5時限
作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

在宅医療・介
護の推進➀

（オ）

作業療法研究
卒業ゼミナー
ルⅡ(前半)

1
開
講
／
1
単
位

備考 備考

1時限
【PT】

心理学②
心理学② 1時限

臨床心理学
②

【PT】
臨床心理学
(前半)➀

2時限
【PT】

心理学➀
心理学① 2時限

臨床心理学
①

【PT】
臨床心理学
(前半)②

3時限 3時限

4時限 4時限
健康寿命の
延伸➀（オ）

5時限 5時限
健康寿命の
延伸②（オ）

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

1時限 1時限
運動学実習

②

2時限 2時限
運動学実習

①

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限
身体機能作業
療法治療学実

習Ⅰ①

身体機能作業
療法治療学実

習Ⅰ②

坂本　俊夫

12.6
－－－－－
【科目数】

10

12.6

6
開
講
／
6
単
位

研究日

5.6
開
講
／
5.6
単
位

研究日

会議 会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

3.7 20.6

2.4
開
講
／
18.4
単
位

備考

体験実習Ⅰ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
体験実習Ⅱ（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
総合実習Ⅰ（9単位/1開講　科目責任者）
総合実習Ⅱ（9単位/1開講　科目責任者）

1.3
開
講
／
2.2
単
位

備考
評価実習Ⅰ（0.1単位/0.2開講　実習前後の評価）
評価実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
地域実習（2単位/1開講　科目責任者）

小野寺　哲夫
9.2

－－－－－
【科目数】

6

16.2

4
開
講
／
8
単
位

研究日

3.2
開
講
／
6.2
単
位

研究日

会議 会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

研究日

会議 会議

8 28

4
開
講
／
20
単
位

備考

体験実習Ⅰ
体験実習Ⅱ
総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）
総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4
開
講
／
8
単
位

備考

地域作業療法学実習
評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）
評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）
地域実習

佐藤　淳矢

4
－－－－－
【科目数】

2

4

開
講
な
し

研究日

4
開
講
／
4
単
位

臨地実務実習

臨地実務実習

21

18

19

18



作業療法学科　担当教員別時間割表

　　※　１開講数＝１コマ（90分）×15回　　　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土
担当教員名

開講数
【科目数】

単位数

前　期　 後　期

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
実践ﾏｰｹﾃｨﾝ
ｸﾞ戦略①

1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限
実践ﾏｰｹﾃｨﾝ
ｸﾞ戦略②

経営学
(前半/後半)

4時限

5時限 5時限

備考

2
開
講
／
2
単
位

備考

0

開
講
な
し

研究日

開
講
な
し

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

地域作業療法学実習
評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）
評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）
地域実習

宮田　雅之

5
－－－－－
【科目数】

3

8

3
開
講
／
6
単
位

研究日

開
講
な
し

研究日

会議 会議

髙畑　幸弘

研究日

会議 会議

8 28

4
開
講
／
20
単
位

備考

体験実習Ⅰ
体験実習Ⅱ
総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）
総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4
開
講
／
8
単
位

備考

0
－－－－－
【科目数】

0

臨地実務実習

24

20

19



１．審査基準

専門職大学 基準校舎面積（保健衛生学関係（看護関係を除く））

200人まで (収容定員－100)×579÷100＋4,049 ㎡

400人まで (収容定員－200)×1,157÷200＋4,628 ㎡

800人まで (収容定員－400)×3,140÷400＋5,785 ㎡

専修学校 基準校舎面積（専門課程医療分野）

41人以上 260＋3.0×(生徒総定員－40) ㎡

２．収容定員、総定員(専門学校 夜間コースを除く)

学科 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

リハビリテーション学科 160人 320人 480人 640人

小計 160人 320人 480人 640人

言語聴覚療法学科 80人 ― ― ―

理学療法学科 80人 ― ― ―

小計 160人 0人 0人 0人

320人 320人 480人 640人

３．面積基準

面積 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

専門職大学 基準校舎面積 4,396.40㎡ 5,322.20㎡ 6,413.00㎡ 7,669.00㎡

専修学校 基準校舎面積 620.00㎡ 0.00㎡ 0.00㎡ 0.00㎡

5,016.40㎡ 5,322.20㎡ 6,413.00㎡ 7,669.00㎡

４．校舎面積

区分 面積 不算入施設 合計

本館 7,369.34㎡ 479.63㎡ 7,848.97㎡

別館 5,688.37㎡ ― 5,688.37㎡

13,057.71㎡ 479.63㎡ 13,537.34㎡

よって、専門職大学と専門学校を併設する際の校舎面積は、面積基準の合計をクリアしている。

設置校舎

合計

専門職大学と専門学校の校舎面積基準

専門職大学

専門学校

合計

合計

1

【資料16】



専修学校設置基準（昭和五十一年文部省令第二号） 

（昼間学科又は夜間等学科のみを置く専修学校の校舎の面積） 

第四十七条 昼間学科又は夜間等学科のみを置く専修学校の校舎の面積は、次の各号に定

める区分に応じ、当該各号に定める面積以上とする。ただし、地域の実態その他により特

別の事情があり、かつ、教育上支障がない場合は、この限りでない。 

一 一の課程のみを置く専修学校で当該課程に一の分野についてのみ学科を置くもの 

別表第二イの表により算定した面積 

二 一の課程のみを置く専修学校で当該課程に二以上の分野について学科を置くもの又

は二若しくは三の課程を置く専修学校で、当該課程にそれぞれ一若しくは二以上の分

野について学科を置くもの 次のイ及びロに掲げる面積を合計した面積 

イ これらの課程ごとの分野のうち別表第二イの表第四欄の生徒総定員四十人までの

面積が最大となるいずれか一の分野について同表により算定した面積 

ロ これらの課程ごとの分野のうち前イの分野以外の分野についてそれぞれ別表第二

ロの表により算定した面積を合計した面積

2



別表第二 昼間学科又は夜間等学科に係る校舎面積（第四十七条関係） 

イ 基準校舎面積の表

課程の区分 
学科の属する 

分野の区分 

学科の属する 

分野ごとの生徒 

総定員の区分 

面積（平方メートル） 

高等課程又 

は専門課程 

工業関係、農業関係、 

医療関係、衛生関係又 

は教育・社会福祉関係 

四十人まで 

四十一人以上 

260 

260＋3.0×（生徒総定員－40） 

商業実務関係、 

服飾・家政関係又は 

文化・教養関係 

四十人まで 

四十一人以上 

200 

200＋2.5×（生徒総定員－40） 

一般課程 

工業関係、農業関係、 

医療関係、衛生関係又 

は教育・社会福祉関係 

四十人まで 

四十一人から 

130 

130＋2.5×（生徒総定員－40） 

商業実務関係、 

服飾・家政関係又は 

文化・教養関係 

四十人まで 

四十一人以上 

130 

130＋2.3×（生徒総定員－40） 

備考 一 この表の算式中生徒総定員とあるのは、学科の属する分野ごとの生徒総定員 

をいう。（ロの表において同じ。） 

二 科目等履修生その他の生徒以外の者を学科の属する分野ごとの生徒総定員を 

超えて相当数受け入れる場合においては、教育に支障のないよう、相当の面積を 

増加するものとする。（ロの表において同じ。） 

ロ 加算校舎面積の表

課程の区分 
学科の属する 

分野の区分 

学科の属する 

分野ごとの生徒

総定員の区分 

面積（平方メートル） 

高等課程又

は専門課程 

工業関係、農業関係、 

医療関係、衛生関係又 

は教育・社会福祉関係 

四十人まで 

四十一人以上 

180 

180＋3.0×（生徒総定員－40） 

商業実務関係、 

服飾・家政関係又は 

文化・教養関係 

四十人まで 

四十一人以上 

140 

140＋2.5×（生徒総定員－40） 

一般課程 

工業関係、農業関係、 

医療関係、衛生関係又 

は教育・社会福祉関係 

四十人まで 

四十一人から 

110 

110＋2.5×（生徒総定員－40） 

商業実務関係、 

服飾・家政関係又は 

文化・教養関係 

四十人まで 

四十一人以上 

100 

100＋2.3×（生徒総定員－40） 

3



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

1 自閉症のTEACCH実践 ３社会科学 佐々木正美 編 岩崎学術出版社 2002年

2 聴覚障害学生サポ－トガイドブック ３社会科学 白澤麻弓 日本医療企画 2002年

3 わかりやすいスト－カ－規制法 ３社会科学 スト－カ－規制法研究会 有斐閣 2002年

4 聴覚障害児の字幕の読みに関する実験的研究 ３社会科学 四日市章 著 風間書房 2002年

5 日本における義肢装着者の生活援護史研究 ３社会科学 坪井良子 著 風間書房 2002年

6 子どものメディカルフィットネス ３社会科学 都竹茂樹 ぎょうせい 2001年

7 重症児・思春期からの医療と教育 ３社会科学 小谷裕実 クリエイツかもがわ 2001年

8 十代の心理臨床実践ガイド ３社会科学 エブラヒム・アマナット エイド出版 2001年

9 挑戦的行動の先行子操作 ３社会科学 ジェ－ムズ・K.ルイセリ－ 二瓶社 2001年

10 挑戦的行動の先行子操作 ３社会科学 ジェ－ムズ・K.ルイセリ－ 二瓶社 2001年

11 行動分析学からの発達アプロ－チ ３社会科学 シドニ－・W.ビジュ－ 二瓶社 2001年

12 吃音 ３社会科学
日本聴能言語士協会講習会実行委員
会 編

協同医書出版社 2001年

13 言語発達遅滞 ３社会科学
日本聴能言語士協会講習会実行委員
会 編

協同医書出版社 2001年

14 肢体不自由動作法 ３社会科学 成瀬悟策 編 学苑社 2001年

15 聴覚障害者福祉・教育と手話通訳 ３社会科学 植村英晴 著 中央法規出版 2001年

16 分裂病のこころ ３社会科学 安斎三郎 著 日本評論社 2001年

17 難聴高齢者サポ－トハンドブック ３社会科学
難聴高齢者のサポ－トを考える研究会 
編著

日本医療企画 2001年

18 言語発達障害 ３社会科学 笠井新一郎 編著 建帛社 2000年

19 障害とリハビリテ－ション大事典 ３社会科学 デル・オルト 湘南出版社 2000年

20 知っておきたい痴呆患者の診断・治療・介護と社会の対応 ３社会科学 武田雅俊 編著 真興交易医書出版部 2000年

21 吃音 ３社会科学 都筑澄夫 編著 建帛社 2000年

22 機能性構音障害 ３社会科学 本間慎治 編著 建帛社 2000年

23 言語障害 第2版 ３社会科学 松本治雄 ナカニシヤ出版 2000年

24 言語発達障害 ３社会科学 大貝茂 編著 建帛社 2000年

25 聴覚・言語障害者とコミュニケ－ション ３社会科学 全国手話通訳問題研究会 編 一橋出版 2000年

26 職業復帰のためのリハビリテ－ションマニュアル 改訂版 ３社会科学
労働福祉事業団職業復帰問題研究会 
編著

労働調査会 2000年

27 発達障害指導事典 第2版 ３社会科学 小出進 [ほか]編 学習研究社 2000年

28 吃音と上手につきあうための吃音相談室 ３社会科学 伊藤伸二 編著 芳賀書店 1999年

29 聴覚障害の心理 ３社会科学 中野善達 田研出版 1999年

30 聴覚障害児の読話に関する実験的研究 ３社会科学 齋藤友介 著 風間書房 1999年

31 聴覚障害児の発音技能の形成に関する研究 ３社会科学 板橋安人 著 風間書房 1999年

32 聴覚障害児の比喩の理解に関する実験的研究 ３社会科学 澤隆史 著 風間書房 1999年

33 聴覚障害児の文理解能力の研究 ３社会科学 我妻敏博 著 風間書房 1998年

図書等一覧(主な専門書・既設）

【資料17】
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No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

34 言語発達遅滞の言語治療 ３社会科学 小寺富子 著 診断と治療社 1998年

35 子どものコミュニケ－ション障害 ３社会科学 大石敬子 編 大修館書店 1998年

36 難聴児の聴覚活用の発達に関する研究 ３社会科学 濱田豊彦 著 風間書房 1998年

37 聴覚障害児教育の革新 ３社会科学 井原栄二 [ほか]編著 コレ－ル社 1997年

38 医療保障と医療費 ３社会科学 社会保障研究所 編 東京大学出版会 1996年

39 聴覚障害教育情報ガイド ３社会科学 吉岡博英 [ほか]編著 コレ－ル社 1996年

40 子どもと仲間の心理学 ３社会科学 S.R.アッシャ－ 北大路書房 1996年

41 人工内耳装用者と難聴児の学習 ３社会科学 城間将江 [ほか]著 学苑社 1996年

42 聴覚障害児の教育と方法 ３社会科学 草薙進郎 コレ－ル社 1996年

43 見えない人見にくい人のリハビリテ－ション ３社会科学 高柳泰世 編 名古屋大学出版会 1996年

44 難聴・言語障害児童・生徒の学校教育 ３社会科学 村上宗一 著 協同医書出版社 1996年

45 言語治療用ハンドブック 新訂 ３社会科学 田口恒夫 編 日本文化科学社 1996年

46 新しい聴覚障害者像を求めて ３社会科学
『新しい聴覚障害者像を求めて』編集委
員会 編

全日本聾唖連盟出版局 1995年

47 訪問リハビリテ－ションの実際 ３社会科学 山本和儀 編著 医歯薬出版 1995年

48 手のうごきと脳のはたらき 増補版 ３社会科学 香原志勢 著 築地書館 1995年

49 インリアル・アプロ－チ ３社会科学 竹田契一 日本文化科学社 1994年

50 子どもとエイズ ３社会科学 清水勉 ア－ニ出版 1993年

51 情緒の発達と障害 ３社会科学 森永良子 著 医歯薬出版 1993年

52 新・児童心理学講座 ３社会科学 岡本夏木 責任編集 金子書房 1993年

53 新・児童心理学講座 ３社会科学 湯川良三 責任編集 金子書房 1993年

54 新・児童心理学講座 ３社会科学 橋口英俊 責任編集 金子書房 1992年

55 新・児童心理学講座 ３社会科学 木下芳子 責任編集 金子書房 1992年

56 新・児童心理学講座 ３社会科学 原野広太郎 責任編集 金子書房 1992年

57 新・児童心理学講座 ３社会科学 村井潤一 責任編集 金子書房 1992年

58 新・児童心理学講座 ３社会科学 高橋道子 責任編集 金子書房 1992年

59 新・児童心理学講座 ３社会科学 梶田叡一 責任編集 金子書房 1992年

60 新・児童心理学講座 ３社会科学 柏木恵子 責任編集 金子書房 1992年

61 新・児童心理学講座 ３社会科学 小嶋秀夫 責任編集 金子書房 1991年

62 新・児童心理学講座 ３社会科学 大西文行 責任編集 金子書房 1991年

63 精神病院を拠点としたコミュニティケア ３社会科学 林宗義 [ほか]編 啓明出版 1991年

64 日本版WAIS－R採点の実際 ３社会科学 小林重雄 [ほか]共著 日本文化科学社 1991年

65 新・児童心理学講座 ３社会科学 宮本美沙子 責任編集 金子書房 1991年

66 新・児童心理学講座 ３社会科学 野村庄吾 責任編集 金子書房 1991年
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No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

67 新・児童心理学講座 ３社会科学 丸野俊一 責任編集 金子書房 1991年

68 新・児童心理学講座 ３社会科学 無藤隆 責任編集 金子書房 1991年

69 新・児童心理学講座 ３社会科学 内田伸子 責任編集 金子書房 1990年

70 社会福祉原論 ３社会科学 古川孝順 著 誠信書房 2003年

71 新精神医学ソ－シャルワ－ク ３社会科学 柏木昭 編著 岩崎学術出版社 2002年

72 引きこもるという情熱 ３社会科学 芹沢俊介 著 雲母書房 2002年

73 サヨナラ、学校化社会 ３社会科学 上野千鶴子 著 太郎次郎社 2002年

74 児童福祉学 ３社会科学 網野武博 著 中央法規出版 2002年

75 価値と倫理を根底に置いたソ－シャルワ－ク演習 ３社会科学 川村隆彦 著 中央法規出版 2002年

76 当事者に学ぶ精神障害者のセルフヘルプ－グル－プと専門職の支援 ３社会科学 半澤節子 著 やどかり出版 2001年

77 社会福祉法の解説 ３社会科学 社会福祉法令研究会 編 中央法規出版 2001年

78 精神障害者のケアマネジメント ３社会科学 日本精神保健福祉士協会 編 へるす出版 2001年

79 ソ－シャルワ－クの価値と倫理 ３社会科学 フレデリック・G.リ－マ－ 著 中央法規出版 2001年

80 精神保健福祉行政のあゆみ ３社会科学
精神保健福祉行政のあゆみ編集委員
会 編

中央法規出版 2000年

81 精神障害リハビリテ－ション学 ３社会科学 安西信雄 [ほか]編 金剛出版 2000年

82 新・児童福祉施設と実践方法 ３社会科学 北川清一 編 中央法規出版 2000年

83 ソ－シャルワ－ク事例集 ３社会科学 市川隆一郎 編著 建帛社 1999年

84 ソ－シャルワ－ク事例集 ３社会科学 市川隆一郎 編著 建帛社 1999年

85 ソ－シャルワ－ク事例集 ３社会科学 市川隆一郎 編著 建帛社 1999年

86 臨床ソ－シャルワ－ク ３社会科学 R.A.ドルフマン 著 相川書房 1999年

87 福祉制度要覧 6訂版 ３社会科学 社会資源研究会 編著 川島書店 1999年

88 ともに生きる未来 ３社会科学 ほんの木 編著 ほんの木 1998年

89 保健・福祉におけるケ－ス・カンファレンスの実践 ３社会科学 西尾祐吾 編著 中央法規出版 1998年

90 臨床ソ－シャルワ－ク論 ３社会科学 小関康之 中央法規出版 1997年

91 戦後50年の社会福祉を考える ３社会科学 日本社会事業大学 編 中央法規出版 1997年

92 福祉の哲学 ３社会科学 阿部志郎 著 誠信書房 1997年

93 インテグレイテッドメンタルヘルスケア ３社会科学 イアン R.H.ファル－ン 中央法規出版 1997年

94 ケ－スワ－クの原則 新訳版 ３社会科学 F.P.バイステック 著 誠信書房 1996年

95 障害の思想 ３社会科学 武井満 著 星和書店 1994年

96 エコロジカル・ソ－シャルワ－ク ３社会科学 カレル・ジャ－メイン [ほか]著 学苑社 1992年

97 こころと社会 ３社会科学 池田謙一 東京大学出版会 1991年

98 社会福祉の基礎知識 ３社会科学 小倉襄二 [ほか]編集 有斐閣 1978年

99 職業リハビリテーション用語集 第２版 ３社会科学
日本職業リハビリテーション学会・職リ
ハ用語研究検討委員会

日本職業リハビリテーショ
ン学会

2002年
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No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

100 高齢者の心身ケア ３社会科学 財団法人 日本精神衛生会
財団法人 日本精神衛生
会

1997年

101 ２１世紀型社会保障の展望 ３社会科学 京極 高宣 株式会社 法研 2001年

102 民法（３） 担保物権 （第４版） ３社会科学 遠藤 浩・川井 健・原島重義他 株式会社 有斐閣 1970年

103 社会福祉をいかに学ぶか ３社会科学 京極 高宣 (有)川島書店 2000年

104 ゼミナール 経営学入門 ３社会科学 伊丹 敬之・加護野 忠男 日本経済新聞社 1989年

105 戦後５０年の社会福祉を考える ３社会科学 日本社会事業大学 編 中央法規出版 1997年

106 日本社会福祉理論史 ３社会科学 吉田 久一 株式会社 勁草書房 1995年

107 福祉の経済思想 ３社会科学 京極 高宣 株式会社 ミネルヴァ書房 1995年

108 現代福祉学の構図 ３社会科学 京極 高宣 中央法規出版株式会社 1990年

109 児童心理学 ３社会科学
山下俊郎･大場幸夫・寺本節子・阿部知
子

医歯薬出版株式会社 1979年

110 経済学 改訂版 ３社会科学 日高 晋 株式会社 岩波書店 1988年

111 図説高齢者白書 ３社会科学 三浦文夫 編 全国社会福祉協議会 2002年

112 現代保育論 ３社会科学 山縣文治 著 ミネルヴァ書房 2002年

113 虐待を受けた子どもへの自立支援 ３社会科学 村井美紀 中央法規出版 2002年

114 ピア・サポ－トではじめる学校づくり ３社会科学 滝充 編著 金子書房 2001年

115 施設でくらす子どもたち 第3版 ３社会科学 平湯真人 編 明石書店 2000年

116 ピア・サポ－トではじめる学校づくり ３社会科学 滝充 編著 金子書房 2000年

117 母子生活支援施設 ３社会科学 松原康雄 編著 エイデル研究所 1999年

118 社会性とコミュニケ－ションを育てる自閉症療育 ３社会科学 Kathleen Ann Quill 編 松柏社 1999年

119 共生を目指す ３社会科学 小沢有作 編 日本図書センタ－ 1999年

120 貧困・不平等と社会福祉 ３社会科学 庄司洋子 [ほか]編 有斐閣 1997年

121 養護施設と子どもたち ３社会科学 児童養護研究会 編 朱鷺書房 1994年

122 ホスピタリズムの研究 ３社会科学 金子保 著 川島書店 1994年

123 いつか愛を知る日のために ３社会科学 ｢養護施設は今｣編集委員会 編著 ひとなる書房 1992年

124 身体障害辞典 ３社会科学 小池文英 岩崎学術出版社 1978年

125 手話の世界へ ３社会科学 オリバー・サックス 株式会社晶文社 1996年

126 障害者差別禁止法とソ－シャルワ－ク ３社会科学 ジョン・T.パ－デック 著 中央法規出版 2003年

127 自閉症児の｢きょうだい｣のために ３社会科学 サンドラ・ハリス 著 ナカニシヤ出版 2003年

128 自立への子育て ３社会科学 明石洋子 著 ぶどう社 2003年

129 理学療法士のための老人施設リハビリテ－ションの実際 ３社会科学 日本理学療法士協会 2003年

130 子どもの福祉とこころ ３社会科学 高橋利一 編 新曜社 2002年

131 社会保障法入門 ３社会科学 加藤実 著 同友館 2002年

132 現場主義の知的生産法 ３社会科学 関満博 著 筑摩書房 2002年
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133 自閉症の人のライフサポ－ト ３社会科学 梅永雄二 編著 福村出版 2001年

134 ソ－シャルワ－クと権利擁護 ３社会科学 権利擁護研究会 編 中央法規出版 2001年

135 医療におけるソ－シャルワ－クの展開 ３社会科学 大谷昭 相川書房 2001年

136 知的障害の心理学 ３社会科学 小池敏英 北大路書房 2001年

137 ソ－シャルワ－ク理論を学ぶ人のために ３社会科学 加茂陽 編 世界思想社 2000年

138 学習障害(LD)及びその周辺の子どもたち ３社会科学 尾崎洋一郎 [ほか]著 同成社 2000年

139 臨床医療ソ－シャルワ－ク 第2版 ３社会科学 山川哲也 著 誠信書房 2000年

140 自立をめざす障害児者教育 ３社会科学 梅永雄二 著 福村出版 2000年

141 精神の生態学 改訂第2版 ３社会科学 G.ベイトソン [著] 新思索社 2000年

142 社会性とコミュニケ－ションを育てる自閉症療育 ３社会科学 Kathleen Ann Quill 編 松柏社 1999年

143 ケアマネジメントマニュアル ３社会科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 1999年

144 乳児のコミュニケ－ション発達 ３社会科学 ロ－レン B.アダムソン 著 川島書店 1999年

145 発達に遅れがある子どもの日常生活指導 ３社会科学 飯田雅子 責任編集 学習研究社 1998年

146 発達に遅れがある子どもの日常生活指導 ３社会科学 飯田雅子 責任編集 学習研究社 1998年

147 心病む人々の生活支援 ３社会科学 石神文子 著 やどかり出版 1998年

148 個別教育計画のためのスクリプトによるコミュニケ－ション指導 ３社会科学 長崎勤 [ほか]編著 川島書店 1998年

149 家族のなかの孤独 ３社会科学 岩月謙司 著 ミネルヴァ書房 1998年

150 社会福祉士をすべての保健・医療・福祉機関に！ ３社会科学 21世紀の福祉専門職を考える会 編 日本地域社会研究所 1997年

151 自閉症の人たちのらいふステ－ジ ３社会科学 横浜市自閉症児・者親の会 編 ぶどう社 1997年

152 自閉症のコミュニケ－ション指導法 ３社会科学 L.R.ワトソン 他著 岩崎学術出版社 1995年

153 インリアル・アプロ－チ ３社会科学 竹田契一 日本文化科学社 1994年

154 自閉症のト－タルケア ３社会科学 内山登紀夫 [ほか]編 ぶどう社 1994年

155 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2003年

156 移動補助具  杖・松葉杖・歩行器・車椅子 ３社会科学 監修：松澤 正 金原出版 2000年

157 自閉症へのABA入門 ３社会科学 シ－ラ・リッチマン 著 東京書籍 2003年

158 バイリンガルと言語障害 ３社会科学 角山富雄 学苑社 2003年

159 育児・保育現場での発達とその支援 ３社会科学 藤崎眞知代 [ほか]編著 ミネルヴァ書房 2002年

160 言語発達とその支援 ３社会科学 岩立志津夫 ミネルヴァ書房 2002年

161 臨床発達心理学概論 ３社会科学 長崎勤 ミネルヴァ書房 2002年

162 乳幼児の言語・行動発達 ３社会科学 村井潤一 編著 風間書房 2002年

163 言語発達遅滞 ３社会科学 飯高京子 [ほか]編 学苑社 2001年

164 言語発達遅滞 ３社会科学 飯高京子 [ほか]編 学苑社 2001年

165 ポスト福祉国家の総合政策 ３社会科学 丸尾直美 [ほか]編著 ミネルヴァ書房 2001年
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166 アメリカ福祉国家体制の形成 ３社会科学 小林清一 著 ミネルヴァ書房 1999年

167 日本型福祉国家の形成と｢十五年戦争｣ ３社会科学 鍾家新 著 ミネルヴァ書房 1998年

168 子どもたちの言語獲得 ３社会科学 小林春美 大修館書店 1997年

169 自閉症入門 ３社会科学 バロン＝コ－エン 中央法規出版 1997年

170 戦後社会福祉の展開と大都市最底辺 ３社会科学 岩田正美 著 ミネルヴァ書房 1995年

171 福祉の公共哲学 ３社会科学 塩野谷祐一 東京大学出版会 2004年

172 文庫版 国民福祉辞典 ３社会科学 硯川眞旬 監修 金芳堂 2003年

173 現代社会福祉辞典 ３社会科学 秋元美世 ｛ほか} 編 有斐閣 2003年

174 ACTケアマネジメント ホームヘルプサービス ３社会科学 大島巌 編著 精神看護出版 2004年

175 精神障害者の生活支援Q&A ３社会科学 吉川武彦 全国社会福祉協議会 2003年

176 ライフサイクルと保健福祉 ３社会科学 長尾譲二 著 春風社 2004年

177 精神障害者の事件と犯罪 ３社会科学 滝沢武久 著 中央法規出版 2003年

178 入門医療経済学 ３社会科学 柿原浩明 著 日本評論社 2004年

179 法学  キーワード 第2版 ３社会科学 野村豊弘 編 有斐閣 2000年

180 理解社会学のカテゴ リー ３社会科学 マックス・ウェーバー 著 岩波書店 1968年

181 障害年金の請求の仕方と解説 ３社会科学
全国精神障害者家族会連合会 年金問
題研究会 編

中央法規出版 2004年

182 精神障害者ケアマネジメントマニュアル 改訂 ３社会科学 寺田一郎 著 中央法規出版 2003年

183 図解による法律用語辞典 補訂版 ３社会科学 青柳幸一 「ほか」 編 自由国民社 2004年

184 世界の社会福祉年鑑 2003 ３社会科学 仲村優一 旬報社 2003年

185 Q＆A障害者福祉･支援の手引 （加除式）  新刊 ３社会科学 障害者福祉･支援制度研究会 編 新日本法規出版 2004年

186 中途失聴者と難聴者の世界 ３社会科学 山口利勝 著 一橋出版 2003年

187 聞こえない親をもつ聞こえる子どもたち ３社会科学 ポ－ル・プレストン 著 現代書館 2003年

188 パーキンソン病の患者さんのための住まいの工夫 ３社会科学 阿部和夫  著 星和書店 2004年

189 自宅でない在宅 ３社会科学 外山 義  著 医学書院 2003年

190 ことばの障害入門 ３社会科学 西村 辨作 編 大修館書店 2001年

191 ことばの障害の評価と指導 ３社会科学 大石 敬子 編 大修館書店 2001年

192 ことばの発達入門 ３社会科学 秦野 悦子 編 大修館書店 2001年

193 自閉症の子どもたち ３社会科学 茂木 俊彦 監修 大月書店 1998年

194 自閉症治療の到達点 ３社会科学 太田 昌孝 日本文化科学社 1992年

195 認知発達治療の実践マニュアル ３社会科学 太田 昌孝 日本文化科学社 1992年

196 重複障害児との相互補正 ３社会科学 梅津八三  著 東京大学出版会 1997年

197 重複障害児との相互補正 ３社会科学 梅津八三  著 東京大学出版会 1997年

198 言語聴覚士のための言語発達遅滞訓練ガイダンス ３社会科学 佐竹恒夫 著 医学書院 2004年
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199 発達障害児の心と行動 ３社会科学 太田昌孝  著 放送大学教育振興会 2002年

200 アスペルガ－症候群と非言語性学習障害 ３社会科学 キャスリン・スチュワ－ト 著 明石書店 2004年

201 地域生活を支える言語聴覚士の取り組み ３社会科学 中川信子 編 学苑社 2004年

202 吃音 ３社会科学 盛由紀子 学苑社 2004年

203 ユニットケアという幻想 ３社会科学 高口光子 著 雲母書房 2004年

204 福祉サ－ビス第三者評価の手引き ３社会科学 東京都福祉サ－ビス評価推進機構 編
東京都高齢者研究・福祉
振興財団

2003年

205 現代福祉学レキシコン 第2版 ３社会科学 小田兼三 [ほか]編 雄山閣出版 2003年

206 社会福祉学とは何か 改訂 ３社会科学 京極高宣 著 全国社会福祉協議会 1998年

207 社会福祉のパラダイム転換 ３社会科学 古川孝順 著 有斐閣 1997年

208 社会福祉政策研究 増補改訂 ３社会科学 三浦文夫 著 全国社会福祉協議会 1995年

209 指導者のための介護予防完全マニュアル ３社会科学
東京都高齢者研究･福祉振興財団  監
修

東京都高齢者研究･福祉
振興財団

2004年

210 福祉サービス第三者評価の手引き ３社会科学 東京都福祉サービス評価推進機構 編
東京都高齢者研究・福祉
振興財団

2003年

211 東京からのメッセージ 「福祉サービス第三者評価」ってなに？ ３社会科学 東京都高齢者研究・福祉振興財団  編
東京都高齢者研究・福祉
振興財団

2003年

212 福祉機器給付制度ハンドブック 2004 ３社会科学 和田光一  監修
東京都高齢者研究・福祉
振興財団

2004年

213 高齢者の暮らしを支える道具と工夫Q&A ３社会科学 浜田きよ子  著 ミネルヴァ書房 1998年

214 改訂 支援費制度Q&A ３社会科学 障害者福祉研究会 編集 中央法規出版 2004年

215 聴覚障害幼児のコミュニケーション指導 ３社会科学 都築 繁幸ほか  編著 保育出版社 1998年

216 三訂 児童手当法の解説 ３社会科学 児童手当制度研究会  編 中央法規出版 2004年

217 支援費請求事務の手引き ３社会科学 障害者福祉研究会 編 中央法規出版 2004年

218 成年後見実務マニュアル ３社会科学 日本社会福祉士会 編 中央法規出版 2004年

219 社会保障・社会福祉大事典 ３社会科学 事典刊行委員会 編 旬報社 2004年

220 すぐに役立つ 自閉症児の特別支援Ｑ＆Ａマニュアル ３社会科学 廣瀬由美子 東京書籍 2004年

221 自閉症児のための絵で見る構造化 ３社会科学 佐々木正美  監修 学習研究社 2004年

222 アスペルガー症候群がわかる本 ３社会科学 クリストファー・ギルバーグ  著 明石書店 2003年

223 老人保健制度の解説 ３社会科学 川上 雪彦 代表 社会保険研究所 2001年

224 高齢者リハビリテーションのあるべき方向 ３社会科学 川上雪彦  代表 社会保険研究所 2004年

225 すぐわかる統計解折 ３社会科学 石村貞夫  著 東京図書 1993年

226 援助専門家のための論理問題ワークブック ３社会科学 ジェラルド・コウリー  著 創元社 2004年

227 ソーシャルワーク実践の評価方法 ３社会科学 平山 尚 中央法規出版 2002年

228 ソーシャルワーク実践理論の基礎的研究 ３社会科学 小松源助  著 川島書店 2002年

229 成年後見実務マニュアル ３社会科学 日本社会福祉士会  編 中央法規出版 2004年

230 心の専門家が出会う法律 ３社会科学 佐藤 進  監修 誠信書房 2003年

231 臨床社会学の実践 ３社会科学 野口裕二 有斐閣 2001年
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232 ソーシャルワークの社会的構築 ３社会科学 レスリー・マーゴリン  著 明石書店 2003年

233 臨床社会学を学ぶ人のために ３社会科学 大村英昭  編 世界思想社 2000年

234 ヒューマンサービス論 ３社会科学 加茂 陽  著 世界思想社 1998年

235 図説 高齢者白書 ３社会科学 三浦文夫 編 全国社会福祉協議会 2003年

236 価値意識の理論 ３社会科学 見田宗介  著 弘文堂 1996年

237 図説高齢者白書 ３社会科学 三浦文夫 編 全国社会福祉協議会 2004年

238 リスク社会を生きる ３社会科学 橘木俊詔  著 岩波書店 2004年

239 （基本） リスクマネジメント用語辞典 ３社会科学 亀井利明  監修 同文館出版 2004年

240 遅れがちの子・自閉の子のための-身近なものを教材に！！ ３社会科学 樋浦真司  著 田研出版 2000年

241 身近なものを教材に！！遅れがちの子／自閉の子のための ３社会科学 樋浦真司  著 田研出版 2000年

242 セクシュアル･ハラスメント相談マニュアル ３社会科学 東京都労働経済局労政部労働組合課
東京都政策報道室都民
の声部情報

2001年

243 職場におけるセクシュアル･ハラスメント防止マニュアル ３社会科学 東京都労働経済局労政部労働組合課
東京都政策報道室都民
の声部情報

2000年

244 福祉レクリエ－ション援助の方法 ３社会科学 薗田碩哉  編 中央法規出版 2000年

245 福祉レクリエ－ション総論 ３社会科学 薗田碩哉  編 中央法規出版 2000年

246 社会福祉システムの展望 ３社会科学 日本社会事業大学  編 中央法規出版 1997年

247 アスペルが-症候群がわかる本 ３社会科学 クリストファー・ギルバーグ  著 明石書店 2003年

248 成長するソーシャルワーカー ３社会科学 保正友子 著 筒井書房 2003年

249 福祉の世界地図 ３社会科学 赤藤 由美子 著 株式会社 大月書店 2004年

250 精神科デ イケアの始め方・進め方 ３社会科学 窪田 彰 著 株式会社 金剛出版 2004年

251 ACT入門 ３社会科学 西尾 雅明 著 株式会社 金剛出版 2004年

252 精神障害者が使える福祉制度の手引き2004 第２版 ３社会科学 池永 亨「ほか」 著
財団法人 全国精神障害
者家族連

2004年

253 援護就労の挑戦 ３社会科学 ヒューマンサービス研究会 編 学苑社 1994年

254 精神遅滞 第９版 ３社会科学 アメリカ精神遅滞学会 編 学苑社 1999年

255 知的障害者の言語とコミュニケーション（上） ３社会科学 M・べヴェリッジ 「ほか」 著 学苑社 1994年

256 知的障害者の言語とコミュニケーション（下） ３社会科学 M・べヴェリッジ 著 学苑社 1994年

257 社会福祉学研究の50年 ３社会科学 日本社会福祉学会 編 ミネルヴァ書房 2004年

258 精神障害者の事件と犯罪 ３社会科学 滝沢武久 著 中央法規 2003年

259 シナリオで学ぶSST ３社会科学 岩田泰夫 編著 中央法規出版 2005年

260 自立生活運動と障害文化 ３社会科学 全国自立生活センター協議会  編
全国自立生活センター協
議会

2001年

261 新・手話辞典 ３社会科学 手話コミュニケーション研究会  編 中央法規出版 2005年

262 社会学 ３社会科学 安立清史 ミネルヴァ書房 2001年

263 やさしい痴呆性高齢者への介護とケア ３社会科学 室伏君士 著 医薬ジャ－ナル社 2000年

264 障害のある子とのかかわり方入門 ３社会科学 白井利明 著 ほんの森出版 2004年
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265 遊びの発達学 ３社会科学 高橋たまき [ほか]共編 培風館 2002年

266 障害者・家族・専門家の協働 ３社会科学 ジョン・Ｗ.オブライエン 著 慶應義塾大学出版会 1999年

267 子どものからだと心白書 ２００４ ３社会科学 子どものからだと心・連絡会議  編 ブックハウス・エイチディ 2004年

268 ソーシャル・ストーリー・ブック ３社会科学 キャロル・グレイ  編著 クリエイツかもがわ 2005年

269 教師のための高機能広汎性発達障害・教育マニュアル ３社会科学 杉山登志郎 少年写真新聞社 2005年

270 ＷＨＯの新「國際障害分類」「ＩＣＩＤＨ－２」ならびに「ＩＣＦ」を読む ３社会科学 河野勝行  著 文理閣 2002年

271 自閉症と発達障害研究の進歩 ３社会科学 高木隆郎 星和書店 2004年

272 自閉症と発達障害研究の進歩 ３社会科学 高木隆郎 星和書店 2003年

273 自閉症と発達障害研究の進歩 ３社会科学 高木隆郎 星和書店 2002年

274 インリアル・アプローチ ３社会科学 竹田契一 日本文化科学社 1994年

275 インリアル・アプローチ ３社会科学 竹田契一 日本文化科学社 1994年

276 インリアル・アプローチ ３社会科学 竹田契一 日本文化科学社 1994年

277 自閉症と発達障害研究の進歩 ３社会科学 高木隆郎 星和書店 2001年

278 あなたがあかたであるために ３社会科学 吉田友子 著 中央法規出版 2005年

279 自立への子育て ３社会科学 明石洋子 著 ぶどう社 2003年

280 コミック会話 ３社会科学 キャロル・グレイ  著 明石書店 2005年

281 社会学的問いかけ ３社会科学 圓岡偉男  編著 新泉社 2005年

282 社会学的まなざし ３社会科学 木戸 功 新泉社 2002年

283 星の国から孫ふたり ３社会科学 門野晴子  著 岩波書店 2005年

284 おばあちゃんの孫育ち ３社会科学 門野晴子  著 小学館 2003年

285 詳解福祉情報技術１ ３社会科学 ｅ－ＡＴ利用促進協会 監修 ローカス 2003年

286 詳解福祉情報技術2 ３社会科学 ｅ－ＡＴ利用促進協会 監修 ローカス 2003年

287 エコロジカル・ソーシャルワーク ３社会科学 カレル・ジャ－メイン  他著 学苑社 1992年

288 SOCIAL CASEWORK, A PROBLEM-SOLVING PROCESS ３社会科学 PERLMAN、 HELEN  著 CHICAGO 1957年

289 日本の医療ソーシャルワーク史 ３社会科学 50周年記念誌編集委員会  編 日本医療社会事業協会 2003年

290 日本の医療ソーシャルワーク史 ３社会科学 50周年記念誌編集委員会  編 日本医療社会事業協会 2003年

291 特別支援教育のための発達障害入門 ３社会科学 友久久雄  著 ミネルヴァ書房 2005年

292 手話でいこう ３社会科学 秋山なみ ミネルヴァ書房 2004年

293 発達 103 ３社会科学 杉田敬三  発行人 ミネルヴァ書房 2005年

294 発達 102 ３社会科学 杉田敬三  発行人 ミネルヴァ書房 2005年

295 自閉症を克服する ３社会科学 リン・カーン・ケーゲル 日本放送出版協会 2005年

296 精神看護  Ｖｏｌ８．ＮＯ４ ３社会科学 豊田佳子 医学書院 2005年

297 高齢者･障害者に対する接客サービス従事者研修テキスト ３社会科学 シルバーサービス振興会  編 中央法規出版 2005年
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298 発達相談と援助 ３社会科学 川畑 隆「ほか」 著 ミネルヴァ書房 2005年

299 エピソードで学ぶ乳幼児の発達心理学 ３社会科学 岡本依子「ほか」  著 新曜社 2004年

300 子どものディスコースの発達 ３社会科学 内田伸子  著 風間書房 1996年

301 新版K式発達検査反応実例集 ３社会科学 中瀬 惇 ナカニシヤ出版 2001年

302 会話分析への招待 ３社会科学 好井裕明 世界思想社 1999年

303 障害者自立支援法 ３社会科学 荘村多加志  発行者 中央法規出版 2005年

304 実践インリアル・アプローチ事例集 ３社会科学 竹田契一  監修 日本文化科学社 2005年

305 児童福祉の原理と展開 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 監修 一橋出版 2002年

306 子どもの世界と福祉「改訂版」 ３社会科学 竹中哲夫 ミネルヴァ書房 2003年

307 子どもの中世史 ３社会科学 斉藤研一 著 吉川弘文館 2003年

308 障害者自立支援法の概要と制度改革のポイント ３社会科学 第一法規出版  編 第一法規 ー

309 図説 高齢者白書 ３社会科学 三浦文夫 編 全国社会福祉協議会 2006年

310 自閉症 ３社会科学 熊谷高幸  著 ミネルヴァ書房 2006年

311 「特別支援教育におけるコミュニケーション支援」 ３社会科学
「特別支援教育におけるコミュニケー
ション支援』編集委員会編

ジアース教育新社 2005年

312 障害者自立支援法 ３社会科学 日本精神保健福祉士協会  編 へるす出版 2006年

313 もう一つの経済学 ３社会科学 馬場宏二  著 御茶の水書房 2005年

314 自閉症や知的障害をもつ子ども達とのファミリー・コミュニケーション ３社会科学 高原淳一  著
アクセスインターナショナ
ル

2004年

315 電子機器やシンボルを使ったクラスルーム・コミュニケーション ３社会科学 坂井 聡  著
こころリソースブック出版
会

2003年

316 簡単にできる！ベッドサイド コミュニケーション ３社会科学 原口由美
こころリソースブック出版
会

2001年

317 日本子ども資料年鑑 ３社会科学 恩賜団母子愛育会  編 KTC中央出版 2006年

318 WPPSI知能診断検査手引 ３社会科学 D．ウエクスラー 原著 日本文化科学社 2006年

319 田中ビネー知能検査法 1987年全訂版 ３社会科学 田中教育研究所  編著 田研出版 2005年

320 増補 乳幼児精神発達診断法 0歳～3歳まで ３社会科学 津守 真 大日本図書 2004年

321 ノンバーバル検査法 ３社会科学 中野善達 田研出版 1996年

322 K-ABCアセスメントと指導 ３社会科学 前川久男 丸善メイツ 2005年

323 日本版ＷＩＳＣ－Ⅲ知能検査法 ①理論編 ②実施・採点編 ③尺度換算表 ３社会科学 David Wechsler 原著 日本文化科学社 2005年

324 社会学的まなざし ３社会科学 木戸 功 新泉社 2002年

325 高齢社会白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2006年

326 高齢社会白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2006年

327 相談援助 ３社会科学 山下英三郎 著 学苑社 2006年

328 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 時事画報社 2006年

329 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 時事画報社 2006年

330 障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 東京コロニー 2006年
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331 障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 東京コロニー 2006年

332 ソーシャルロールバロリゼーション入門 ３社会科学 W・ウルフェンスバーガー 著 学苑社 1995年

333 図説よくわかる障害者自立支援法 ３社会科学 坂本洋一 著 中央法規出版 2006年

334 障害児の自立を見すえた家族支援 ３社会科学 渡辺顕一郎 著 中央法規出版 2006年

335 学齢期の吃音指導 ３社会科学 Carl W. Dell、Jｒ 著 大揚社 2002年

336 学齢期の吃音指導 ３社会科学 Carl W. Dell、Jｒ 著 大揚社 2002年

337 改訂 手話通訳技能認定試験傾向と対策 ３社会科学 日本手話通訳士協会 中央法規出版 2006年

338 障害の重い子どものコミュニケーション評価と目標設定 ３社会科学 坂口しおり 著 ジアース教育新社 2006年

339 日本版ｗａｉｓ-Ⅲ 成人知能検査法 理論マニュアル ３社会科学 Ｄａｖｉｄ Ｗｅｃｈｓｌｅｒ 著 日本文化科学社 2006年

340 日本版ｗａｉｓ-Ⅲ 成人知能検査法 実施・採点マニュアル ３社会科学 Ｄａｖｉｄ Ｗｅｃｈｓｌｅｒ 著 日本文化科学社 2006年

341 日本版ウエクスラー記憶検査法 ＷＭＳ－Ｒ ３社会科学 Ｄａｖｉｄ Ｗｅｃｈｓｌｅｒ 著 日本文化科学社 2001年

342 新版 地域福祉事典 ３社会科学 日本地域福祉学会 編 中央法規出版 2006年

343 発達障害児の新しい療育 ３社会科学 今川忠男 著 三輪書店 2005年

344 発達障害児の新しい療育 ３社会科学 今川忠男 著 三輪書店 2005年

345 ソーシャルワーク・トリートメント ３社会科学 フランシス･J･ターナー 編 中央法規出版 1999年

346 ソーシャルワーク・トリートメント ３社会科学 フランシス･J･ターナー 編 中央法規出版 1999年

347 地域でささえる障害者の相談支援 ３社会科学 山﨑順子 中央法規出版 2006年

348 児童虐待 ３社会科学 川崎二三彦 著 岩波書店 2006年

349 失語症の在宅訪問ケア ３社会科学 平澤哲哉 著 雲母書房 2005年

350 実証研究の手引き ３社会科学 小谷野 亘 ワールドプランニング 1992年

351 子どものコミュニケーション障害 ３社会科学 小川仁 著 学苑社 1995年

352 古武術介護入門 ３社会科学 岡田慎一郎 著 医学書院 2006年

353 老いの超え方 ３社会科学 吉本隆明 著 朝日新聞社 2006年

354 高齢者保健福祉六法 ３社会科学 中央法規出版 2006年

355 障害者自立支援基本法令集 ３社会科学 荘村多加志 発行者 中央法規出版 2006年

356 障害者相談支援従事者初任者研修テキスト ３社会科学
障害者相談支援従事者初任者研究テ
キスト編集委員会編

中央法規出版 2006年

357 図説 高齢者白書 ３社会科学 三浦文夫 編 全国社会福祉協議会 2007年

358 図説 高齢者白書 ３社会科学 三浦文夫 編 全国社会福祉協議会 2007年

359 学校医・学校保健ハンドブック ３社会科学 衛藤 隆 文光堂 2006年

360 社会福祉用語辞典 ３社会科学 中央法規出版編集部 編 中央法規出版 2007年

361 the Great HanshinーAwaji Earthquake ３社会科学 Hyogo Prefectural Government, Japan
Hyogo Prefectural 
Government

2000年

362 阪神・淡路大震災 検証提言総括 ３社会科学 震災対策国際総合検証会議 編
震災対策国際総合検証
会議事務局

2000年

363
阪神・淡路大震災 震災対策国際総合シンポジウム in  HYOGO「生かせ教訓！伝えよ
う２１世紀」記録集

３社会科学 主催：兵庫県・朝日新聞社 編 兵庫県・朝日新聞社 2000年
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364 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証事業検証報告 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

365 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証事業検証報告 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

366 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証事業検証報告 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

367 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証事業検証報告 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

368 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証事業検証報告 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

369 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証事業検証報告 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

370 阪神・淡路大震災 震災対策国際総合検証 事業概要 ３社会科学 兵庫県震災対策国際総合検証会議 編
兵庫県企画管理部防災
局防災企画

ー

371 実践から学ぶ「社会生活力」支援 ３社会科学 奥野英子 編著 中央法規出版 2007年

372 ソーシャル・インクルージョン ３社会科学
日本ソーシャルインクルージョン推進会
議 編

中央法規出版 2007年

373 災害ボランティア実践ワークショップガイド ３社会科学 企画：菅 磨志保
阪神･淡路大震災記念 人
と防災未来センター

2006年

374 大地からの警告 ３社会科学 貝原俊民 著 ぎょうせい 2005年

375
ＤＲＩ調査研究レポート2006-02ハリケーン・カトリーナにおける米国地方行政の災害対
応に関する研究

３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2006年

376
ＤＲＩ調査研究レポート2006－01ボランティアコーディネーターコースの3年間平成１５～
１７年度の報告

３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2006年

377
ＤＲＩ調査研究レポート2005－04 2004年新潟中越疑診における災害対応の現地支援
に関する報告書

３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2006年

378 ＤＲＩ調査研究レポート2005－05阪神･淡路大震災と現代の政府間関係 ３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2006年

379 ＤＲＩ調査研究レポート2005－06平成17年度 研究論文・報告書 ３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2006年

380
ＤＲＩ調査研究レポート2005－07平成16年集中豪雨･台風災害 特定研究プロジェクト報
告書

３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2006年

381 ＤＲＩ調査研究レポート2004－01震災復興と公共政策 ３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2004年

382 ＤＲＩ調査研究レポート2003－02平成14年度・15年度研究論文･報告書 ３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2004年

383
ＤＲＩ調査研究レポート2003－03平成15年度ボランティアコーディネーターコース講義･
報告書

３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2004年

384 国リハ式＜S－S法 ＞ 言語発達遅滞検査マニュアル 改訂版第４版 ３社会科学 小寺富子 「ほか」 編著 エスコアール 2005年

385 記号形式ー指示内容関係に基づく＜S－S法 ＞ 言語発達遅滞訓練マニュアル ＜１＞ ３社会科学 佐竹恒夫 「ほか」 編著 エスコアール 2005年

386 記号形式ー指示内容関係に基づく＜S－S法 ＞ 言語発達遅滞訓練マニュアル ＜２＞ ３社会科学 佐竹恒夫  著 エスコアール 2005年

387 言語聴覚士のための言語発達遅滞訓練ガイダンス ３社会科学 佐竹恒夫 医学書院 2004年

388 精神科ソーシャルワーカーの実践とかかわり ３社会科学 名城健二 著 中央法規出版 2007年

389 自閉症児のための絵で見る構造化 ３社会科学 佐々木正美 学習研究社 2004年

390 高齢社会白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2007年

391 高齢社会白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2007年

392 アスペルガー症候群教師として知っておくべきこと ３社会科学 マット・ウインター 著 スペクトラム出版社 2006年

393 自閉症スペクトラムへのソーシャルスキルプログラム ３社会科学 モーリーン・アーロンズ スペクトラム出版社 2005年

394 青年期のアスペルガー症候群 ３社会科学 ルーク･ジャクソン 著 スペクトラム出版社 2005年

395 障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 佐伯印刷 2007年

396 障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 佐伯印刷 2007年

12



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

397 福祉社会事典 ３社会科学 庄司洋子 [ほか]編 弘文堂 1999年

398 LD(学習障害）と子どもたち「学び」と「個性」ディスレクシア（読み書き障害) ３社会科学 上野一彦 著 講談社 2006年

399 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 時事画報社 2007年

400 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 時事画報社 2007年

401 ディスレクシアなんか怖くない！ ３社会科学 ロナルド・D・デイビス著 エクスナレッジ 2004年

402 障害者自立支援法 事業者ハンドブック 報酬編 ３社会科学 障害者福祉研究会 監修 中央法規出版 2007年

403 コメディカルスタッフのための精神障害 ３社会科学 藤本 豊 中央法規出版 2007年

404 高機能自閉症・アスペルガ－症候群及びその周辺の子どもたち ３社会科学 尾崎洋一郎 同成社 2007年

405 ことばの遅れのすべてがわかる本 ３社会科学 中川信子 監修 講談社 2006年

406 「教室で気になる子」LD,ADHD,高機能自閉症児への手だてとヒント ３社会科学 黒川君江 編著 小学館 2005年

407 ＤＲＩ調査研究レポート2006-05ハリケーン・カトリーナ災害における地方行 ３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2007年

408 復刊 この子らを世の光に ３社会科学 糸賀一雄 著 日本出版協会 2003年

409 改訂 障害者相談支援従事者初任者研修テキスト ３社会科学
障害者相談支援従事者初任者研究テ
キスト編集委員会 編

中央法規出版 2007年

410
ＤＲＩ調査研究レポート2006－03 2004年10月新潟県中越地震に関する調査研究報告
書

３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2007年

411 ＤＲＩ調査研究レポート2006－04平成18年度 研究論文・報告書 ３社会科学
阪神･淡路大震災記念人と防災未来セ
ンター 編

阪神・淡路大震災記念
人と防災未来センター

2007年

412 社会福祉士をめざす人の本 ３社会科学 コンデックス情報研究所 編著 成美堂出版 2007年

413 改訂 機能性構音障害 ３社会科学 本間慎治 編著 建帛社 2007年

414 改訂 言語発達障害Ⅱ ３社会科学 齋藤吉人  編著 建帛社 2007年

415 改訂 言語発達障害Ⅲ ３社会科学 笠井新一郎 編著 建帛社 2007年

416 高齢者のシーティング ３社会科学 廣瀬秀行 三輪書店 2006年

417 福祉の仕事ガイドブック ３社会科学 川村匡由 編著 中央法規出版 2002年

418 地域福祉とソーシャルガバナンス ３社会科学 川村匡由 著 中央法規出版 2007年

419 シーティング入門 ３社会科学 光野有次 中央法規出版 2007年

420 児童虐待防止法等関係法令通知集 ３社会科学 虐待防止法研究会 編 中央法規出版 2007年

421 遂条解説 障害者自立支援法 ３社会科学 障害者福祉研究会 編 中央法規出版 2007年

422 最新 社会保障の基本と仕組みがよ～くわかる本 ３社会科学 駒村康平 秀和システム 2007年

423 知的障害者福祉六法 ３社会科学 知的障害等法規研究会 監修 中央法規出版 2007年

424 ママがする自閉症児の家庭療育 ３社会科学 海野 健 著
HAC（自閉症家族療育）
の会

2007年

425 エンサイクロペディア社会福祉学 ３社会科学 監修 仲村優一「ほか」 中央法規出版 2007年

426 大学における障害学生支援のあり方 ３社会科学
日本障害者高等教育支援センター問題
研究会 編

星の環会 2001年

427 在宅ケア事典 ３社会科学 日本在宅ケア学会 監修 中央法規出版 2007年

428 高齢者医療確保法 基本法令集 ３社会科学 高齢者医療制度研究会 監修 中央法規出版 2008年

429 障害者自立支援用語辞典 ３社会科学 障害者福祉研究会 編 中央法規出版 2008年
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430 改訂 障害者の人権とリハビリテーション ３社会科学 髙橋流里子 著 中央法規出版 2008年

431 保健医療福祉概論 ３社会科学 星  和夫 医歯薬出版 2003年

432 図説よくわかる障害者自立支援法 ３社会科学 坂本洋一 著 中央法規出版 2008年

433 訪問リハビリテーションの実際 ３社会科学 山本和儀 編著 医歯薬出版 1998年

434 認知症高齢者の心にふれるテクニックとエビデンス ３社会科学 藤田和弘 監修 紫峰図書 2006年

435 リハビリテーションの理念と実践 ３社会科学
（財）日本障害者リハビリテーション協会 
総合リハビリテーション研究大会常任委
員会 編

エンパワメント研究所 1997年

436 《アルツハイマー病》患者さんでもちゃんとできる ３社会科学 カーメル・シェリダン 著 日本評論社 1994年

437 子どものストレス ３社会科学 桜井茂男 著 大日本図書 1998年

438 ADA（障害を持つアメリカ人法） の衝撃 ３社会科学 八代英太 学苑社 1999年

439 エイズの授業 ３社会科学 北沢杏子 著 アーニ出版 1993年

440 家族の病をときほぐす ３社会科学 遠藤優子 著
IFF出版部ヘルスワーク
協会

1999年

441 ダウン症候群と療育の発展 ３社会科学 Valentine Dmitriev 協同医書出版社 1992年

442 精神遅滞 ３社会科学 茂木俊彦 監訳者 学苑社 1999年

443 高齢社会白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2008年

444 高齢社会白書 ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい 2008年

445 老いが老いを看るとき ３社会科学 浅妻正美 著 日本評論社 1997年

446 老いを看とり歌をうたう～家族の歳月 ３社会科学 金森トシエ 著 ドメス出版 1994年

447 障害者自立支援六法  障害保健福祉六法改題 ３社会科学 中央法規出版 2008年

448 高齢社会何がどう変わるか ３社会科学 金子 勇 著 講談社 1995年

449 高齢社会何がどう変わるか ３社会科学 金子 勇 著 講談社 1995年

450 精神科デイケア ３社会科学 村田信男 医学書院 1996年

451 食べる機能の障害 ３社会科学 金子芳洋 編 医歯薬出版株式会社 1987年

452 身体障害事典 ３社会科学 内山喜久雄 監 岩崎学術出版社 1978年

453 動作とイメージによるストレスマネジメント教育<展開編> ３社会科学 冨永良喜 北大路書房 1999年

454 子どものためのストレス･マネジメント教育 ３社会科学 竹中晃二 編著 北大路書房 1997年

455 欧米諸国の医療保障 ３社会科学 週刊社会保障編集部 編 法研 1979年

456 老いと出会い ３社会科学 永和良之助 著 学苑社 1997年

457 障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 佐伯印刷 2008年

458 障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 佐伯印刷 2008年

459 お年よりにうけるレクリエーション ３社会科学 斎藤 道雄 大月書店 2001年

460 老人のレクリエーション ３社会科学 千葉 和夫 全国社会福祉協議会 2000年

461 新グループワーク・トレーニング ３社会科学
財団法人 日本レクリエーション協会 監
修

遊戯社 2000年

462 老人とつくる楽しいつどい ３社会科学 千葉 和夫 編 全国社会福祉協議会 1998年
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463 セラピュ－テリックレクリエーション ３社会科学 鈴木 秀雄 不昧堂書店 1996年

464 社会変動と地域社会の展開 ３社会科学 高橋勇悦 学文社 2000年

465 社会変動と地域社会の展開 ３社会科学 高橋勇悦 学文社 2000年

466 地域福祉事典 ３社会科学 日本地域福祉学会 編 中央法規出版 1997年

467 障害者・高齢者のレクリエーション活動 ３社会科学 キャロル・アン・ピーターソン 学苑社 1996年

468 発達障害児のための運動レシピ ３社会科学 九重卓 著昧 不昧堂出版 2000年

469 障害児教育学の現状・課題・将来 ３社会科学 藤本文朗 培風館 1996年

470 障害児早期療育ハンドブック ３社会科学 船越知行 学苑社 1996年

471 スウェーデンの障害児教育改革 ３社会科学 K-G アールトレーム 現代書館 1995年

472 学生・教師のための精神遅滞児要説 ３社会科学 東 正 川島書店 1985年

473 重度・重複障害療育の臨床 ３社会科学 江草安彦 編集 中央法規出版 1982年

474 重度・重複障害療育の臨床 ３社会科学 江草安彦 編集 中央法規出版 1982年

475 重症心身障害児の療育指針 ３社会科学 江草安彦 ｢他｣ 著 医歯薬出版 1982年

476 自閉症児への教育的アプローチ ３社会科学 L.ウィング｢他｣ 著 ルーガル社 1978年

477 障害児と家族のノーマライゼーション ３社会科学 藤本文朗 群青社 1999年

478 基礎から学ぶ動作訓練 ３社会科学 九州大学発達臨床心理センター 編 ナカニシヤ出版 1998年

479 私は私らしい障害児の親でいい ３社会科学 児玉真美 著 ぶどう社 1998年

480 応用行動分析学入門 ３社会科学 小林重雄 監 学苑社 1997年

481 新装版 障害児教育のパラダイム転換 ３社会科学 堀正嗣 著 明石書店 1997年

482 自閉症児と学校教育 ３社会科学 窪島務
全国障害者問題研究会
出版部

1993年

483 障害児の発達を促す動作法 ３社会科学 今野義孝 著 学苑社 1990年

484 吃音の診断と指導 ３社会科学 飯高京子 学苑社 1990年

485 療育技法マニュアル ３社会科学 飯田進
財団法人 神奈川県児童
医療福祉

1989年

486 ことばの発達の障害とその指導 ３社会科学 飯高京子 学苑社 1988年

487 療育技法マニュアル ３社会科学 飯田進
財団法人 神奈川県児童
医療福祉

1988年

488 ｢自閉｣を活かす ３社会科学 石井聖 著 学苑社 1987年

489 構音障害の診断と指導 ３社会科学 飯高京子 学苑社 1987年

490 一緒がいいならなぜ分けた ３社会科学 北村小夜 著 現代書館 1987年

491 聴覚障害児の言語とコミュニケーション ３社会科学 岩城謙 著 教育出版 1986年

492 療育技法マニュアル ３社会科学 飯田進
財団法人 神奈川県児童
医療福祉

1985年

493 遅れた子どもの指導 基本生活百科 ３社会科学 小出進 教育出版株式会社 1984年

494 ダウン症児の早期教育プログラム ３社会科学 池田由紀江 編著 ぶどう社 1984年

495 精神薄弱研究の方法 ３社会科学 小出進 教育出版株式会社 1983年
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496 自閉症とは ３社会科学 片倉信夫 著 教育出版株式会社 1981年

497 重複障害児教育 ３社会科学 神尾裕治 著 三一書房 1979年

498 教育研究事典 ３社会科学 石山脩平「ほか」 編 金子書房 1954年

499 ダウン症のサラ ３社会科学 Ｅ・D・リーツ 著 誠信書房 1996年

500 講座 自閉症療育ハンドブック ３社会科学 佐々木正美 著 学習研究社 1993年

501 自閉症との出会い ３社会科学 長瀬又男 著 ぶどう社 1991年

502 子どもの権利条約と障害児（増補改訂版） ３社会科学
子どもの権利条約の趣旨を徹底する研
究会 編

現代書館 1997年

503 障害児指導の方法 ３社会科学 坂本龍生「ほか」 編 学苑社 1990年

504 はぐくむ ２小学校編 ３社会科学 森正子 著 ぶどう社 1983年

505 肢体不自由児の養護・訓練の指導 ３社会科学 文部省 日本肢体不自由児協会 1998年

506 障害児教育改革の展望 ３社会科学 茂木 俊彦 編
全国障害者問題研究会
出版部

1997年

507 障害児と公教育 ３社会科学 峰井 正也 明石書店 1997年

508 難聴・言語障害児童・生徒の学校教育 ３社会科学 村上 宗一 協同医書出版 1996年

509 きこえの世界へ ３社会科学 金山 千代子 ぶどう社 1994年

510 障害児発達学の基礎 ３社会科学 村井潤一 培風館 1995年

511 肢体不自由児のコミュニケーションの指導 ３社会科学 文部省 著 日本肢体不自由児協会 1992年

512 聴覚障害の診断と指導 ３社会科学 小川 仁「ほか」 編 学苑社 1991年

513 肢体不自由児の発達と指導 ３社会科学 文部省 著 日本肢体不自由児協会 1988年

514 肢体不自由教育における養護・訓練の手引 ３社会科学 文部省 著 日本肢体不自由児協会 1987年

515 コミュニケーション障害の心理 ３社会科学 大石益男 著 同成社 2000年

516 親が見て肌で感じた アメリカ障害児教育の魅力 ３社会科学 佐藤恵利子 学苑社 1998年

517 障害児心理学 ３社会科学 松野豊
全国障害者問題研究会
出版部

1998年

518 聴覚障害児の残存聴力活用 ３社会科学 須藤貢明 教育出版株式会社 1997年

519 自閉症の診断と基礎的問題 ３社会科学 野村東助 学苑社 1993年

520 自閉症の療育者 ３社会科学 佐々木正美
財団法人 神奈川県児童
医療福祉

1990年

521 自閉症の治療教育プログラム ３社会科学 佐々木正美 訳 ぶどう社 1985年

522 精神薄弱教育 ３社会科学 中澤和彦 編著 教育出版株式会社 1982年

523 障害児の成長と音楽 ３社会科学 音楽之友社 編 音楽之友社 1984年

524 子どもの心理、親の心理 ３社会科学 西村秀明 著
株式会社 教育史料出版
会

2000年

525 手話で歌おう ３社会科学 伊藤嘉子 著 株式会社 音楽之友社 1999年

526 想像力トレーニング手話のうた ３社会科学 森本行雄 著 音楽之友社 1999年

527 障害児の親ってけっこうイイじゃん ３社会科学 ニコちゃん通信の会 著 ぶどう社 1997年

528 障害児教育学 ３社会科学 大久保哲夫 代表編者
全国障害者問題研究会
出版部

1997年
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529 障害児教育における授業改善の技法 ３社会科学 清水貞夫 編著 学苑社 1997年

530 待ちの子育て ３社会科学 山田佳子 著
社団法人 農山漁村文化
協会

1996年

531 自閉症のトータルケア ３社会科学 佐々木正美 監修 ぶどう社 1995年

532 自閉児、発達障害児 親と教師のための個別教育プログラム ３社会科学
E.ショプラー、R..Jライヒラー、M.ライシン
グ 著

星和書店 1984年

533 先天性異常の子どもたち  ぼくの手、おちゃわんタイプや ３社会科学 先天性四肢障害児父母の会 編集 三省堂 1984年

534 重度精神遅滞児・者の心理と指導 ３社会科学 鈴村健治 著
財団法人 日本精神薄弱
者愛護協会

1983年

535 肢体不自由・病弱教育 ３社会科学 下田巧 監修 教育出版 1982年

536 自閉症児の保育・子育て入門 ３社会科学 中根 晃 著 大月書店 2000年

537 盲学校、聾学校及び養護学校学習指導要領 ３社会科学 大南 英明 解説 時事通信社 2000年

538 自閉症児の初期発達 ３社会科学 山上 雅子 ミネルヴァ書房 2000年

539 言語障害 ３社会科学 松本治雄「ほか」 編著 ナカニシヤ出版 2000年

540 自閉を超えて ３社会科学 石井 聖 著 学苑社 1999年

541 勉強ぎらいの理解と教育 ３社会科学 三浦 香苗 編著 新曜社 1999年

542 視力の弱い子どもの理解と支援 ３社会科学 大川原 潔 編 教育出版株式会社 1999年

543 登校拒否ノート ３社会科学 佐藤 修策 北大路書房 1998年

544 自閉症児の言語獲得 ３社会科学 昌子 武司 教育出版株式会社 1998年

545 登校拒否の克服 ３社会科学 稲村 博 著 新曜社 1997年

546 自閉症児の言語指導 ３社会科学 野村 東助 編 学苑社 1997年

547 自閉症児の指導法 ３社会科学 野村 東助 編 学苑社 1996年

548 自閉を超えて ３社会科学 石井 聖 著 学苑社 1996年

549 教育の戦後思想 ３社会科学 山本冬彦「ほか」 編著 農山漁村文化協会 1995年

550 新・手話辞典 ３社会科学 手話コミュニケーション研究会 中央法規出版 1994年

551 自閉児を社会へ ３社会科学 十亀 史郎 監 教育出版株式会社 1992年

552 僕が自閉語を話すわけ ３社会科学 片倉信夫 著 学苑社 1998年

553 教育言語をどう読むか ３社会科学 今津孝次郎 新曜社 1997年

554 音楽とともに ３社会科学 勘角嘉代「ほか」 著 音楽之友社 1993年

555 人と教育 ３社会科学 九州大学公開講座委員会 編 九州大学出版会 1987年

556 いじめのない学校めざして ３社会科学 藤本 隆 樹心社 1997年

557 わが子をどう守るか ３社会科学 石川憲彦「ほか」 著 学苑社 2000年

558 生涯学習を考える ３社会科学 兵庫県長寿社会研究機構 編 晃洋書房 1999年

559 はじめて点字を読むあなたへ ３社会科学 日本点字図書館 監修 エンパワメント研究所 1999年

560 生涯学習 ３社会科学 朝倉征夫 学芸図書 1999年

561 教室からのインターネットと挑戦者たち ３社会科学 佐藤尚武 北大路書店 1999年
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562 学校は再生できるか ３社会科学 尾木直樹 著 日本放送出版協会 1998年

563 文化としてのいじめ問題 ３社会科学 藤井護郎 著 農山漁村文化協会 1997年

564 証言で綴る戦後肢体不自由教育の発展 ３社会科学 肢体不自由教育史料研究会 編 日本肢体不自由児協会 1992年

565 障害児教育へのアプローチ｢総論」 ３社会科学 古川各久平 企画･編集 教育出版 1982年

566 視覚･聴覚・言語障害教育 ３社会科学 古川各久平 企画･編集 教育出版 1982年

567 交流教育の実際 ３社会科学 位頭義仁 著 教育出版 1982年

568 比較教育学 ３社会科学 大柴 衛 著 福村書店 ー

569 現代教育学5 日本近代教育史 ３社会科学 海老原治善「ほか」 著 岩波書店 1962年

570 現代教育学3 教育学概論Ⅱ ３社会科学 伊ケ崎暁生「ほか」 著 岩波書店 1961年

571 現代教育学7 言語と教育Ⅱ ３社会科学 池永勝雅「ほか」 著 岩波書店 1961年

572 現代教育学6 言語と教育1 ３社会科学 岩淵悦二郎「ほか」  著 岩波書店 1961年

573 現代教育学8 芸術と教育 ３社会科学 アルンハイム．Ｒ「ほか」 著 岩波書店 1960年

574 現代教育学9  数学と教育 ３社会科学 石谷 茂「ほか」 著 岩波書店 1960年

575 現代教育学2 教育学概論1 ３社会科学 太田 尭「ほか」 著 岩波書店 1960年

576 現代教育学14 身体と教育 ３社会科学 大田 尭「ほか」 著 岩波書店 1962年

577 現代教育学18 教師 ３社会科学 五十嵐顕「ほか」 著 岩波書店 1961年

578 現代教育学17 学校 ３社会科学 伊ケ崎暁生「ほか」 著 岩波書店 1961年

579 現代教育学16  青年の問題 ３社会科学 井上和衛「ほか」 著 岩波書店 1961年

580 現代教育学11 技術と教育 ３社会科学 川田信一郎「ほか」 著 岩波書店 1961年

581 現代教育学13  社会科学と教育Ⅱ ３社会科学 飯塚浩二「ほか」  著 岩波書店 1961年

582 現代教育学12  社会科学と教育Ⅰ ３社会科学 家永三郎「ほか」 著 岩波書店 1961年

583 現代教育学10 自然科学と教育 ３社会科学 古林 実「ほか」  著 岩波書店 1961年

584 文化心理学入門 ３社会科学 波多野誼余夫 岩波出版 1997年

585 親の発達心理学 ３社会科学 柏木恵子 著 岩波書店 1995年

586 臨床教育学入門 ３社会科学 河合隼雄 著 岩波書店 1995年

587 介護・福祉がわかる事典 ３社会科学 館山不二夫 著 日本実業出版 2001年

588 在宅介護福祉論 ３社会科学 川村佐和子 著 誠信書房 1998年

589 介護概論 ３社会科学 小田切正毅 編著 ヘルス･システム研究所 2008年

590 新版 社会福祉用語辞典 ３社会科学 中央法規出版編集部 編 中央法規出版 2001年

591 介護保険施設の経営戦略 ３社会科学 三浦文夫 監 中央法規出版 2000年

592 社会福祉用語辞典 ３社会科学 山縣文治 ミネルヴァ書房 2000年

593 社会福祉士実践事例集 ３社会科学 日本社会福祉士会 編 中央法規出版 1994年

594 社会福祉通信 ３社会科学 三浦文夫 編著 第一法規出版 1990年
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595 ソーシャルワーク・ハンドブック ３社会科学 山﨑道子 著 太洋社 2000年

596 社会福祉政策研究 ３社会科学 三浦文夫 著 全国社会福祉協議会 2000年

597 コミュニティケア改革とソーシャルワーク教育：イギリスの挑戦 ３社会科学 スチーブ・トレビロン 著 筒井書房 1999年

598 心に残るケースワーク ３社会科学 竹澤喜心 著 法政出版 1996年

599 福祉機器用品年鑑 ３社会科学 時事通信社 時事通信社 1988年

600 社会福祉士・介護福祉士 関係法令通知集 ３社会科学
社会福祉士・介護福祉士制度研究会 
監修

第一法規出版 2000年

601 子どもの権利と情報公開 ３社会科学 古川孝順 編 ミネルヴァ書房 2000年

602 社会福祉基礎構造改革と施設経営戦略 ３社会科学 小室豊允 著 筒井書房 1999年

603 ポスト措置時代の福祉経営戦略 ３社会科学 小室豊允 著 筒井書房 1998年

604 長寿社会の展望と課題 ３社会科学 倉田和四生 編 他 ミネルヴァ書房 1993年

605 認知症高齢者グループホーム法令通地集 ３社会科学
全国痴呆性高齢者グループホーム協会 
 編

中央法規出版 2005年

606 施設職員実践マニュアル ３社会科学 久田則夫 著 学苑社 1996年

607 施設職員実践マニュアル ３社会科学 久田則夫 著 学苑社 1996年

608 社会福祉援助技術演習 ３社会科学 仲村優一 編 中央法規出版 1990年

609 社会福祉援助技術演習 ３社会科学 仲村優一 編 中央法規出版 1990年

610 生活文化を支える介護 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

611 視覚障害者の自立と援助 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

612 福祉用具の見方と活用の実際 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

613 ホームヘルプの要点 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

614 介護のためのソーシャルワーク ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

615 元気になれる食事援助 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

616 精神保健とは何か ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

617 地域福祉の原理と展開 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

618 在宅における緊急介護 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

619 ライフステージにみる精神障害 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1997年

620 ケースワークと介護 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

621 高齢時の住まい ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

622 障害児福祉・家族援助のあり方 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

623 よみがえる老人ホーム ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

624 高齢者の遊びをデザインする ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

625 社会福祉とは何か ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

626 社会福祉のあゆみ 日本編 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

627 障害スポーツのさまざま ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年
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628 社会福祉援助技術とは何か ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

629 室内でできる高齢者の体操 ３社会科学 一番ヶ瀬康子 一橋出版 1996年

630 新・児童福祉施設と実践方法 ３社会科学 北村清一 編 中央法規出版 2000年

631 [対論] 21世紀の社会保障 ３社会科学 水野肇 著 日本評論社 1998年

632 マクロ社会学 ３社会科学 金子勇 新曜社 1993年

633 マクロ社会学 ３社会科学 金子勇 新曜社 1993年

634 社会科学の論理 ３社会科学 アドルノ 著 河出書房新社 1979年

635 新版 法学入門 ３社会科学 末川 博 編 有斐閣双書 1980年

636 憲法入門〔新版〕 ３社会科学 伊藤正己 著 有斐閣 1979年

637 介護白書 ３社会科学 社団法人 全国老人保健施設協会 編 オフィスTM 2008年

638 児童福祉六法 ３社会科学 中央法規出版 2008年

639 続 児童福祉法成立資料集成 ３社会科学 寺脇隆夫 編 ドメス出版 1996年

640 児童福祉法成立資料集成 ３社会科学 児童福祉法研究会 編 ドメス出版 1979年

641 児童福祉法成立資料集成 ３社会科学 児童福祉法研究会 編 ドメス出版 1979年

642 障害者自立支援法Q&A ３社会科学 障害者福祉研究会 編 中央法規出版 2009年

643 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 時事画報社 2009年

644 国民生活白書 ３社会科学 内閣府 編 時事画報社 2009年

645 社会福祉六法 ３社会科学 新日本法規出版 2009年

646 自閉症児と絵カードでコミュニケーション ３社会科学 アンディ・ボンディ  著 二瓶社 2006年

647 改訂 機能性構音障害 ３社会科学 本間慎治 編著 建帛社 2009年

648 ことばの発達入門 ３社会科学 秦野悦子 編 大修館書店 2009年

649 聴覚障害の診断と指導 ３社会科学 小川 仁「ほか」 編 学苑社 2000年

650 介護予防デイサ－ビス起業のすすめ ３社会科学 佐藤司  著 医歯薬出版 2008年

651 高齢者リハビリテ－ションと介護 ３社会科学 備酒伸彦  著 三輪書店 2008年

652 医療保障政策の日中比較分析 ３社会科学 徐林卉  著 晃洋書房 2008年

653 介護予防と機能訓練指導員 ３社会科学 小坂善治郎 医療科学社 2007年

654 Q&A中・高校柔道の学習指導 ３社会科学 鮫島元成 大修館書店 2006年

655 リハビリテ－ション国際協力入門 ３社会科学 久野研二 三輪書店 2004年

656 介護老人福祉施設ケアマネジャ－のためのリソ－スブック ３社会科学
東京都社会福祉協議会老人福祉部会
ケアマネジャ－支援委員会  編

東京都社会福祉協議会 2004年

657 実技・終末期リハビリテ－ション ３社会科学 大田仁史 荘道社 2003年

658 介護福祉施設ソ－シャルワ－カ－・ガイドブック ３社会科学 イリ－ズ M.ビュ－リ  著 中央法規出版 2003年

659 終末期リハビリテ－ション ３社会科学 大田仁史  著 荘道社 2002年

660 高齢者援助における相談面接の理論と実際 ３社会科学 渡辺律子  著 医歯薬出版 2011年
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661 機能性構音障害 ３社会科学 本間慎治 編著 建帛社 2005年

662 機能性構音障害 ３社会科学 本間慎治 編著 建帛社 2005年

663 介護白書 ３社会科学
公益社団法人 全国老人保健施設協会 
編

オフィスTM 2011年

664 ピ.－タ－・ﾄﾞﾗｯｶｰの「自己実現」がわかる本 ３社会科学 中野  明  著 秀和システム 2006年

665 新 乳幼児発達心理学 ３社会科学 繁多  進    監修 福村出版 2010年

666 重度・重複障がい児の発達と指導法 ３社会科学 進 一鷹 明治図書出版 2010年

667 メンタリング・マネジメント ３社会科学 福島正伸 ダイヤモンド社 2005年

668 日本のソーシャルワーク研究・教育実践の６０年 ３社会科学
ソーシャルケアサービス従事者研究協
議会 編

相川書房 2007年

669 図解雑学   ドラッカー経営学 ３社会科学 藤屋信二   著 ナツメ社 2011年

670 はじめての福祉車両、コミュニケーション機器、自助具 ３社会科学
福祉機器選び方・使い方副読本自立支
援   編

保健福祉広報協会 2010年

671 福祉用具専門相談員研修用テキスト ３社会科学 シルバーサービス振興会  編 中央法規出版 2010年

672 自助具ハンドブック   改訂版 ３社会科学
自助具制作ボランティアネットワーク事
務局  編

テクノエイド協会 2007年

673 学びやすい 社会福祉概論 1  (含 地域･在宅･施設・医療福祉） ３社会科学 硯川眞旬  編集代表 金芳堂 2006年

674 介護福祉士のための福祉用具活用論 ３社会科学 澤村誠志  監修者 中央法規出版 2000年

675 解剖学的女性論 ３社会科学 渡辺淳一  著 講談社 1977年

676 社会福祉概論  改訂 ３社会科学 三浦文夫 編著 建帛社 2010年

677 老健施設の立場から ３社会科学
公益社団法人 全国老人保健施設協会 
編

オフィスTM 2014年

678 介護保険制度の持続的発展のために ３社会科学 全国老人保健施設協会 オフィスTM 2013年

679 65歳雇用延長者の賃金 ３社会科学 産労総合研究所
産労総合研究所出版部
経営書院

2006年

680 新版K式発達検査にもとづく発達研究の方法 ３社会科学 中瀬  惇  著 ナカニシヤ出版 2005年

681 社会福祉概論 ３社会科学 金子光一 編著 建帛社 2014年

682 「障害者IT活用支援ガイドブック作り」事業報告 ３社会科学 日本作業療法士協会 編 日本作業療法士協会 2009年

683 地域リハビリテーション論 ３社会科学 大田  仁史  編著 三輪書店 2005年

684 地域リハビリテーション論 ３社会科学 大田  仁史  編著 三輪書店 2006年

685 地域リハビリテーション原論 ３社会科学 大田  仁史  著 医歯薬出版 2006年

686 図説訪問リハビリテーション : 生活再建とQOL向上 ３社会科学
訪問リハビリテーションセンター清雅苑 
編

三輪書店 2013年

687 身体障害学 ３社会科学 三好  春樹  著 雲母書房 1998年

688 施設機能訓練指導員の実践的教科書 ３社会科学 藤田  健次 日総研出版 2014年

689 企業の人間的側面  新版 ３社会科学 McGregor  Douglas  1906-1964 産業能率大学出版部 1988年

690 臨床に必要な精神保健福祉 ３社会科学 坂野  憲司 弘文堂 2007年

691 医学一般 第2版 ３社会科学 福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2004年

692 ふしぎだね!?聴覚障害のおともだち ３社会科学 倉内  紀子 ミネルヴァ書房 2011年

693 学びやすいリハビリテーション論  第2版 ３社会科学 硯川  真旬  1945- 金芳堂 2010年
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694 人工内耳装用児の言語学習活動 ３社会科学 星野  友美子 ココ出版 2015年

695 平成29年版 介護白書-老健施設の立場から- ３社会科学 公益社団法人 全国老人保健施設協会 TAC出版 2017年

696 医療的ケア ３社会科学 柊崎  京子 建帛社 2015年

697 介護白書 ３社会科学
公益社団法人 全国老人保健施設協会 
編

TAC出版 2015年

698 LIFESAVER Basic English in Medical Situations ３社会科学 井上真紀 佐藤利哉
Macmillan 
LanguageHouse

2005年

699 学びやすいリハビリテーション論  第2版 ３社会科学 硯川  真旬  1945- 金芳堂 2013年

700 言語聴覚士のための言語発達障害学  第2版 ３社会科学 石田  宏代 医歯薬出版 2016年

701 言語発達遅滞 ３社会科学 飯高  京子  1936- 学苑社 2001年

702 言語発達遅滞 ３社会科学 飯高  京子  1936- 学苑社 2001年

703 実践自閉児の言語開発 ３社会科学 自閉児教育研究会 学習研究社 1985年

704 日本版WAIS-3の解釈事例と臨床研究 ３社会科学 藤田  和弘  1942- 日本文化科学社 2011年

705 質的研究資料の収集と解釈 ３社会科学 Denzin  Norman K 北大路書房 2006年

706 質的研究のパラダイムと眺望 ３社会科学 Denzin  Norman K 北大路書房 2006年

707 対人援助のスーパービジョン ３社会科学 植田  寿之  1960- 中央法規出版 2005年

708 社会福祉原論［新版］ ３社会科学 星野貞一郎 有斐社 2003年

709 介護白書 ３社会科学 TAC出版 2018年

710 NHK20世紀日本大災害の記録 ３社会科学 藤吉  洋一郎 日本放送出版協会 2002年

711 活力の構造 ３社会科学 柳田  邦男  1936- 講談社 1986年

712 松下政経塾講話録 ３社会科学 松下政経塾 PHP研究所 1984年

713 松下政経塾講和録 ３社会科学 PHP研究所 PHP研究所 ー

714 医療福祉学がわかる。 ３社会科学 朝日新聞社 朝日新聞社 2001年

715 新国際関係学がわかる。 ３社会科学 朝日新聞社 朝日新聞社 1999年

716 経営学がわかる。 ３社会科学 朝日新聞社 朝日新聞社 1997年

717 イラスト解剖学  第8版 ４自然科学 松村  讓兒  1953- 中外医学社 2014年

718 言語聴覚士のための言語発達障害学 ４自然科学 石田宏代 医歯薬出版 2009年

719 図解実用的マスキングの手引き ４自然科学 服部浩 著 中山書店 2009年

720 失語症 ４自然科学 石川裕治 編著 建帛社 2009年

721 医師・歯科医師のための摂食・嚥下障害ハンドブック 第2版 ４自然科学 本多知行 医歯薬出版 2002年

722 病理学 ４自然科学 管理栄養士国家試験教科研究会 編 第一出版 2002年

723 子どもの成長と気になる病気 改訂版 ４自然科学 西美和 著 コメディカルエディタ－ 2002年

724 生活習慣病のしおり ４自然科学 生活習慣病予防研究会 編 社会保険出版社 2002年

725 運動神経生理学講義 ４自然科学 マ－ク L.ラタッシュ 著 大修館書店 2002年

726 絵でわかる言語障害 ４自然科学 毛束真知子 著 学習研究社 2002年
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727 SCID-2 ４自然科学 M.B.ファ－スト [ほか]著 医学書院 2002年

728 開業医のための循環器クリニック 第2版 ４自然科学 五十嵐正男 著 医学書院 2002年

729 急性心筋梗塞の呼吸・循環管理 改訂第2版 ４自然科学 児玉和久 編 メディカ出版 2002年

730 ｢桑葉エキス｣で糖尿病を完全克服！！ ４自然科学 史輝出版 2002年

731 劇症型心筋炎の臨床 ４自然科学 和泉徹 編 医学書院 2002年

732 高血圧 ４自然科学 双葉社 2002年

733 高血圧の治療と食事療法 ４自然科学 冨田公夫 日東書院 2002年

734 高脂血症 ４自然科学 菅原正弘 著 講談社 2002年

735 心の病気の治療がわかる本 ４自然科学 平山正実 著 法研 2002年

736 骨粗鬆症を知る、防ぐ、治す本 ４自然科学 伊東昌子 編著 メディカルレビュ－社 2002年

737 子どものリハビリテ－ション ４自然科学 石田三郎 著 同成社 2002年

738 これだけ知っていれば大丈夫生活習慣病のQ&A ４自然科学 中川雅夫 編 ミネルヴァ書房 2002年

739 小児栄養 改訂第3版 ４自然科学 峯木真知子 [ほか]編 みらい 2002年

740 四肢骨折治療に対する私の工夫 ４自然科学 高岡邦夫 南江堂 2002年

741 新臨床耳鼻咽喉科学 ４自然科学 加我君孝 [ほか]編著 中外医学社 2002年

742 耳鼻咽喉科学 ４自然科学 鳥山稔 編 医学書院 2002年

743 整形外科手術のための器械器具 ４自然科学 勝呂徹 [ほか]編 メジカルビュ－社 2002年

744 生理機能検査学 ４自然科学 大久保善朗 [ほか]著 医歯薬出版 2002年

745 食べ物とがん予防 ４自然科学 坪野吉孝 著 文藝春秋 2002年

746 中医学による花粉症治療 ４自然科学 郭義 源草社 2002年

747 天然のインスリン菊芋の驚くべき効能 ４自然科学 高橋玄朴 著 いしずえ 2002年

748 DSM-4-TR精神疾患の分類と診断の手引 ４自然科学 American Psychiatric Association [著] 医学書院 2002年

749 糖尿病を治す奇跡の｢ア－ユルヴェ－ダ｣ ４自然科学 内田大円 著 ロングセラ－ズ 2002年

750 糖尿病克服への近道 ４自然科学 平尾紘一 桐書房 2002年

751 糖尿病のケアリング ４自然科学 ジェリ－・エ－デルウィッチ 医学書院 2002年

752 動脈硬化症と静脈疾患 ４自然科学 岡田昌義 編著 医学図書出版 2002年

753 内視鏡による呼吸器疾患診療 ４自然科学 大田健 [ほか]編 メジカルビュ－社 2002年

754 ニュ－ロシグナリングから知識工学への展開 ４自然科学 吉岡亨 [ほか]編著 コロナ社 2002年

755 病態と治療 第2版 ４自然科学 鳥海純 [ほか]編 杏林書院 2002年

756 ｢マンボウ肝油｣で心臓病を完全克服！！ ４自然科学 史輝出版 2002年

757 目でみる循環器病フロンティア ４自然科学 小室一成 編 メジカルビュ－社 2002年

758 名医が教える｢からだの痛み｣にすぐ効く本 ４自然科学 風本真吾 著 三笠書房 2002年

759 腰痛は<怒り>である ４自然科学 長谷川淳史 著 春秋社 2002年
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760 わかりやすい健康の生理学・衛生学 ４自然科学 戎利光 著 不昧堂出版 2002年

761 医科生理学展望 ４自然科学 William F.Ganong [著] 丸善 2002年

762 終わりのない医療 ４自然科学 東雲西明 著 現代書館 2002年

763 介護・依存から自立へ ４自然科学 シビル出版 2002年

764 介護で知っておきたい医学知識とテクニック ４自然科学 富野康日己 南江堂 2002年

765 薬では効かなかったリウマチ・関節炎がみるみる治った ４自然科学 ジェ－シ－出版 2002年

766 首と肩の痛みをとる本 ４自然科学 講談社 2002年

767 高脂血症診療ガイダンス ４自然科学 寺本民生 メジカルビュ－社 2002年

768 高次神経機能障害の臨床はここまで変わった ４自然科学 宇野彰 医学書院 2002年

769 呼吸管理 ４自然科学 窪田達也 [ほか]編 医学図書出版 2002年

770 心と幸福の科学 ４自然科学 スティ－ヴン・ブラウン 著 原書房 2002年

771 骨・軟骨代謝と注目の骨疾患 ４自然科学 松本俊夫 著 羊土社 2002年

772 社会悪のル－ツ ４自然科学 ドナルドW.ブラック 著 毎日新聞社 2002年

773 小児疾患の身近な漢方治療 ４自然科学 日本小児漢方交流会 企画・編集 メジカルビュ－社 2002年

774 小児の気管支喘息 ４自然科学 西間三馨 現代医療社 2002年

775 新解剖学 改訂第4版 ４自然科学 加藤征 [ほか]執筆 日本医事新報社 2002年

776 新組織学 改訂第3版 ４自然科学 野上晴雄 日本医事新報社 2002年

777 身体運動のバイオメカニクス ４自然科学 石田明允 [ほか]共著 コロナ社 2002年

778 新編言語治療マニュアル ４自然科学 伊藤元信 医歯薬出版 2002年

779 循環器疾患 第4版 ４自然科学 川名正敏 編 日本醫事新報社 2002年

780 生活習慣病予防マニュアル 改訂3版 ４自然科学 大野良之 南山堂 2002年

781 精神病院ってどんなところ？ ４自然科学 浅井邦彦 編著 NOVA出版 2002年

782 精神科医療のストラテジ－ ４自然科学 伊藤弘人 著 医学書院 2002年

783 専門医が語る糖尿病 ４自然科学 西村治男 著 人類文化社 2002年

784 超皮質性失語 ４自然科学 Marcelo Berthier 著 新興医学出版社 2002年

785 人間はどうやって死んでいくのか ４自然科学 米山公啓 著 青春出版社 2002年

786 脳性麻痺ハンドブック ４自然科学 穐山富太郎 医歯薬出版 2002年

787 ひきこもる、おとなたち ４自然科学 仲村啓 著 ヴォイス 2002年

788 本当は｢心に怪物を飼う｣普通の人たち ４自然科学 小田晋 著 ぶんか社 2002年

789 ボイタ法の治療原理 ４自然科学 Va´clav Vojta 医歯薬出版 2002年

790 みちこの更年期ポップライヴ ４自然科学 鈴木みちこ 著 自然食通信社 2002年

791 めまい・難聴・耳鳴りはここまで治る ４自然科学 神尾友和 主婦と生活社 2002年

792 腰痛は<怒り>である ４自然科学 長谷川淳史 著 春秋社 2002年
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793 腰痛は<怒り>である ４自然科学 長谷川淳史 著 春秋社 2002年

794 臨床高血圧 ４自然科学 矢崎義雄 総編集 朝倉書店 2002年

795 アンダ－ウッド病理学 ４自然科学 J.C.E.Underwood 編 西村書店 2002年

796 育児にかかわる人のための小児栄養学 改訂第4版 ４自然科学 山口規容子 診断と治療社 2002年

797 医療概論 改訂 ４自然科学 江花昭一 [ほか]著 建帛社 2002年

798 神の草『日本山人参』が糖尿病に効いた！ ４自然科学 高橋賢 著 ガイア出版 2002年

799 関節可動域測定法 改訂第2版 ４自然科学 Cynthia C.Norkin 協同医書出版社 2002年

800 急性中毒情報ファイル 第3版 ４自然科学 吉村正一郎 [ほか]編著 広川書店 2002年

801 基礎音響学 ４自然科学 吉川茂 講談社 2002年

802 研修医のための整形外科救急外傷ハンドブック ４自然科学 松井宣夫 編 メジカルビュ－社 2002年

803 現代臨床精神医学 改訂第9版 ４自然科学 大熊輝雄 著 金原出版 2002年

804 ｢膠原病｣・｢リウマチ｣知って！ ４自然科学 竹原和彦 [ほか]編 芳賀書店 2002年

805 更年期障害診療最前線 ４自然科学 神野正雄 著 全日本病院出版会 2002年

806 高齢者に対する整形外科手術 ４自然科学 清水克時 編 メジカルビュ－社 2002年

807 凍る体 ４自然科学 船木上総 著 山と渓谷社 2002年

808 ここまで進んだ花粉症治療法 ４自然科学 佐橋紀男 岩波書店 2002年

809 神経解剖学 ４自然科学 マ－チン [著] 廣川書店 2002年

810 循環器疾患最新の治療 ４自然科学 篠山重威 南江堂 2002年

811 情と意の脳科学 ４自然科学 松本元 培風館 2002年

812 耳鼻咽喉科疾患 ４自然科学 喜多村健 編 中山書店 2002年

813 Step整形外科 ４自然科学 海馬書房 2002年

814 生活習慣病処方マニュアル ４自然科学 富野康日己 著 医歯薬出版 2002年

815 精神医学ハンドブック 第4版 ４自然科学 山下格 著 日本評論社 2002年

816 精神医学ハンドブック 第4版 ４自然科学 山下格 著 日本評論社 2002年

817 精神科治療薬ハンドブック 改訂3版 ４自然科学 上島国利 編著 中外医学社 2002年

818 精神科治療薬ハンドブック 改訂3版 ４自然科学 上島国利 編著 中外医学社 2002年

819 桑葉は糖尿病によく効く ４自然科学 宮尾興平 著 ペガサス 2002年

820 聴覚障害 ４自然科学
日本聴能言語士協会講習会実行委員
会 編

協同医書出版社 2002年

821 低インシュリンダイエット ４自然科学 ゴマブックス 2002年

822 低インシュリンダイエットQ&A ４自然科学 新星出版社 2002年

823 DSM-4-TR精神疾患の診断・統計マニュアル ４自然科学 American Psychiatric Association [編] 医学書院 2002年

824 なぜか、疲れのとれない女たち ４自然科学 堀史朗 著 青春出版社 2002年

825 脳と身体の動的デザイン ４自然科学 多賀厳太郎 著 金子書房 2002年
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826 PTH/PTHrPの基礎と臨床 ４自然科学 池田恭治 医薬ジャ－ナル社 2002年

827 満腹ダイエットでみんなヤセられた！ ４自然科学 大澤睦子 著 青春出版社 2002年

828 名医が教える体脂肪コントロ－ルブック ４自然科学 DHC 2002年

829 名医が教える糖尿病コントロ－ルブック ４自然科学 DHC 2002年

830 リハビリテ－ションの理論と実際 ４自然科学 上田敏 編 ミネルヴァ書房 2002年

831 わかりやすい高血圧Q&A ４自然科学 今井潤 著 保健同人社 2002年

832 Annual review血液 ４自然科学 高久史麿 [ほか]編 中外医学社 2002年

833 Annual review呼吸器 ４自然科学 工藤翔二 [ほか]編 中外医学社 2002年

834 Annual review神経 ４自然科学 柳澤信夫 [ほか]編 中外医学社 2002年

835 Annual review循環器 ４自然科学 杉下靖郎 [ほか]編 中外医学社 2002年

836 解剖生理学 ４自然科学 管理栄養士国家試験教科研究会 編 第一出版 2002年

837 器質性構音障害 ４自然科学 斉藤裕恵 編著 建帛社 2002年

838 高血圧の医学 ４自然科学 塩之入洋 著 中央公論新社 2002年

839 高齢者のヘルスプロモ－ション ４自然科学 竹島伸生 編著 メディカルレビュ－社 2002年

840 心の病気に効くくすり ４自然科学 主婦の友社 2002年

841 骨粗鬆症 ４自然科学 西沢良記 編 医薬ジャ－ナル社 2002年

842 子どもの｢心の病気｣がわかる事典 ４自然科学 ヘンリ－・A.ポ－ル 著 PHP研究所 2002年

843 子どもの精神障害 ４自然科学 河合洋 日本評論社 2002年

844 心筋傷害と心筋/血管マ－カ－ ４自然科学 清野精彦 編著 メジカルビュ－社 2002年

845 循環器治療薬ファイル ４自然科学 村川裕二 著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2002年

846 低インスリンらくらくダイエット ４自然科学 横山淳一 著 日本文芸社 2002年

847 頭頸部再建外科：最近の進歩 第2版 ４自然科学 波利井清紀 編著 克誠堂出版 2002年

848 透析アミロイド－シスと骨・関節障害 ４自然科学 圓尾宗司 [ほか]共著 南江堂 2002年

849 糖尿病・合併症 ４自然科学 ジュピタ－出版 2002年

850 脳梗塞慢性期診療マニュアル ４自然科学 平井俊策 著 ヴァンメディカル 2002年

851 老化研究がわかる ４自然科学 井出利憲 編 羊土社 2002年

852 医療のための脳・神経解剖学の基礎 ４自然科学 齋藤基一郎 [ほか]著 元就出版社 2001年

853 足の診療ガイドブック ４自然科学 高倉義典 編 南江堂 2001年

854 アンチ・エイジング・バイブル ４自然科学 日本臨床抗老化医学研究会 編 コスモス 2001年

855 EBMに基づく急性心筋梗塞診療ガイドライン ４自然科学 上松瀬勝男 編 じほう 2001年

856 痛みをとるリンパテ－ピング ４自然科学 佐藤彰 著
ベ－スボ－ル・マガジン
社

2001年

857 イラスト小児の生活援助 ４自然科学 木口チヨ 文光堂 2001年

858 エッセンシャル解剖・生理学 ４自然科学 堀川宗之 著 秀潤社 2001年
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859 向精神薬治療ガイドライン ４自然科学
オ－ストラリア治療ガイドライン委員会 
原著

医薬ビジランスセンタ－ 2001年

860 高齢者の転倒 ４自然科学 レイン・ティディクサ－ 著 メディカ出版 2001年

861 こわい病気のやさしい話 ４自然科学 山田春木 著 文藝春秋 2001年

862 こんどこそ治る！関節リウマチ ４自然科学 浦山明俊 朝日新聞社 2001年

863 作業の科学 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 編 協同医書出版社 2001年

864 小児栄養実習 改訂第3版 ４自然科学 桜井幸子 建帛社 2001年

865 失語症訓練のためのドリル集 ４自然科学 竹内愛子 編 協同医書出版社 2001年

866 神経内科処方ノ－ト ４自然科学 平井俊策 編 中外医学社 2001年

867 身体組成研究の基礎と応用 ４自然科学 アレックス F.ロッシュ [ほか]編著 大修館書店 2001年

868 性依存 ４自然科学 吉岡隆 中央法規出版 2001年

869 生物学的アプロ－チによる精神科ケア ４自然科学 森則夫 [ほか]編 南江堂 2001年

870 地域における高齢者の健康づくりハンドブック ４自然科学 松田光生 [ほか]編 ナップ 2001年

871 手軽な運動で腰・ひざ・肩の痛みをとる ４自然科学 三木英之 [ほか]著 講談社 2001年

872 動脈硬化・老年病予防健診マニュアル ４自然科学 上島弘嗣 メジカルビュ－社 2001年

873 ドクタ－柏木が語るピンピンコロリ学 ４自然科学 柏木政伸 著 しょういん 2001年

874 乳幼児精神保健の新しい風 ４自然科学 渡辺久子 ミネルヴァ書房 2001年

875 二次障害ハンドブック ４自然科学 肢体障害者二次障害検討会 編 文理閣 2001年

876 表情を解剖する ４自然科学 チャ－ルズ・ベル 著 医学書院 2001年

877 肥満の生活ガイド ４自然科学 大野誠 著 医歯薬出版 2001年

878 ポケットからだ事典 ４自然科学 平凡社 編 平凡社 2001年

879 リウマチとその周辺疾患の胸部疾患 ４自然科学 横山芳正 著 創英社 2001年

880 リウマチの病態生理と診断・治療 ４自然科学 井上和彦 真興交易医書出版部 2001年

881 リウマチ病セミナ－ ４自然科学 前田晃 [ほか]編 永井書店 2001年

882 アンダ－ソン病理学カラ－アトラス ４自然科学 Ivan Damjanov
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

883 動く、食べる、休むscience ４自然科学 上田伸男 編 弘学出版 2001年

884 感覚の地図帳 ４自然科学 山内昭雄 講談社 2001年

885 境界領域の最新技術 ４自然科学 落合直之 編 メジカルビュ－社 2001年

886 系統小児外科学 ４自然科学 岡田正 編 永井書店 2001年

887 コア解剖学 ４自然科学 Kyung Won Chung [著] 丸善 2001年

888 呼吸・循環のダイナミズム ４自然科学 外須美夫 著 真興交易医書出版部 2001年

889 こころの科学 ４自然科学 風祭元 [ほか]編 日本評論社 2001年

890 小児四肢骨折治療の実際 改訂第2版 ４自然科学 井上博 著 金原出版 2001年

891 知っておきたい骨・関節疾患の新たな診療 ４自然科学 加藤智啓 真興交易医書出版部 2001年
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892 疾病と病態生理 ４自然科学 橋本隆男 [ほか]編 南江堂 2001年

893 図解症状からわかるからだの病気 ４自然科学 法研 2001年

894 図解症状からわかるこころの病気 ４自然科学 法研 2001年

895 精神医学事典 縮刷版 ４自然科学 加藤正明 [ほか]編 弘文堂 2001年

896 精神医学入門 ４自然科学 柄澤昭秀 著 中央法規出版 2001年

897 線描骨学実習 ４自然科学 千葉正司 著 考古堂書店 2001年

898 ちょっとだけさようなら！ ４自然科学 武田康男 編著 向陽舎 2001年

899 脳の障害と向き合おう！ ４自然科学 中島恵子 著 ゴマブックス 2001年

900 脳性麻痺の整形外科的治療 ４自然科学 松尾隆 著 創風社 2001年

901 ヒトは遺伝子を傷つけて病気になる ４自然科学 松永政司 [ほか]著
東急エ－ジェンシ－出版
部

2001年

902 変形性股関節症の運動・生活ガイド 第2版 ４自然科学 岩田久 [ほか]編 日本医事新報社 2001年

903 憂ウツ気分が晴れる自律調整法 ４自然科学 佐々木雄二 著 青春出版社 2001年

904 リハビリテ－ションレジデントマニュアル 第2版 ４自然科学 千野直一 医学書院 2001年

905 臨床心臓電気生理学 改訂第3版 ４自然科学 早川弘一 南江堂 2001年

906 臨床精神医学の経験から ４自然科学 関根義夫 著 創造出版 2001年

907 EBM循環器疾患の治療 ４自然科学 三田村秀雄 [ほか]編 中外医学社 2001年

908 痛みをとる！グルコサミンと整体術 ４自然科学 越田昭 健友館出版部 2001年

909 患者と家族のためのてんかんQ&A 改訂4版 ４自然科学 兼子直 ライフ・サイエンス 2001年

910 冠循環のバイオメカニクス ４自然科学 梶谷文彦 編著 コロナ社 2001年

911 更年期無気力シンドロ－ム ４自然科学 田中奈保美 著 主婦の友社 2001年

912 高齢者のend-of-lifeケアガイド ４自然科学 National Advisory Committee 著 厚生科学研究所 2001年

913 心の病の早期発見法 ４自然科学 福西勇夫 著 河出書房新社 2001年

914 骨粗鬆症ナビゲ－タ－ ４自然科学 中村利孝 編 メディカルレビュ－社 2001年

915 サラリ－マンの病気学 ４自然科学 久保田芳郎 著 日工フォ－ラム社 2001年

916 視覚電気生理アトラス ４自然科学 沖坂重邦 メディカル葵出版 2001年

917 思春期の心の臨床 ４自然科学 青木省三 著 金剛出版 2001年

918 耳鼻咽喉疾患 ４自然科学 伊藤彰紀 [ほか]著 医道の日本社 2001年

919 Super Hospital呼吸器科・循環器科 ４自然科学 久保惠嗣 編 中山書店 2001年

920 図解雑学老化のしくみと寿命 ４自然科学 藤本大三郎 著 ナツメ社 2001年

921 精神神経科の薬剤管理指導業務 改訂版 ４自然科学 竹内尚子 編
エルゼビアサイエンスミク
ス

2001年

922 精神神経科の薬剤管理指導業務 改訂版 ４自然科学 竹内尚子 編
エルゼビアサイエンスミク
ス

2001年

923 精神治療薬大系 改訂新版 ４自然科学 上島国利 [ほか]編 星和書店 2001年

924 精神治療薬大系 改訂新版 ４自然科学 上島国利 [ほか]編 星和書店 2001年
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925 精神治療薬大系 改訂新版 ４自然科学 上島国利 [ほか]編 星和書店 2001年

926 精神治療薬大系 改訂新版 ４自然科学 上島国利 [ほか]編 星和書店 2001年

927 精神治療薬大系 改訂新版 ４自然科学 上島国利 [ほか]編 星和書店 2001年

928 精神治療薬大系 改訂新版 ４自然科学 上島国利 [ほか]編 星和書店 2001年

929 タ－ナ－症候群 新版 ４自然科学 メディカルレビュ－社 2001年

930 たかがめまいされどめまい ４自然科学 田渕哲 著 田渕クリニック 2001年

931 多職種のための口腔ケア ４自然科学 阪口英夫 [ほか]編 口腔保健協会 2001年

932 痴呆性高齢者のこころと暮らし ４自然科学 浅野弘毅 編 批評社 2001年

933 痴呆性高齢者の動作法 ４自然科学 中島健一 著 中央法規出版 2001年

934 糖尿病性神経障害 ４自然科学 松岡健平 [ほか]編 現代医療社 2001年

935 においのはなし ４自然科学 荘司菊雄 編 技報堂出版 2001年

936 認知リハビリテ－ション ４自然科学 認知リハビリテ－ション研究会 編 新興医学出版社 2001年

937 脳を知る脳を守る ４自然科学 板倉徹 編著 アドア出版 2001年

938 脳から｢不安｣を追い出す10の方法 ４自然科学 高田明和 著 光文社 2001年

939 脳梗塞・心筋梗塞を防ぐ食事 ４自然科学 小田真規子 料理 成美堂出版 2001年

940 標準精神医学 第2版 ４自然科学 野村総一郎 医学書院 2001年

941 ボケ連鎖 ４自然科学 築山節 著 講談社 2001年

942 迷宮から出発へ ４自然科学 ピ－タ－ リトル・モア 2001年

943 やさしいてんかんの自己管理 ４自然科学 八木和一 著 医薬ジャ－ナル社 2001年

944 明るい高齢社会への処方箋 ４自然科学 和田秀樹 著 PHP研究所 2001年

945 アルツハイマ－型痴呆の診断・治療マニュアル ４自然科学
アルツハイマ－型痴呆診断・治療マニュ
アル制作委員会 編

日本老年精神医学会 2001年

946 いい吸収、わるい排泄 ４自然科学 柳橋明人 著 同朋舎 2001年

947 痛みと治療のしくみ ４自然科学 川端一永 著 日本実業出版社 2001年

948 いち・たす・いち ４自然科学 中田力 著 紀伊國屋書店 2001年

949 医療最前線で活躍する物理 ４自然科学 遠藤真広 著 裳華房 2001年

950 うつをなおそう！ ４自然科学 ベヴ・エイズベット 著 PHP研究所 2001年

951 嚥下障害ポケットマニュアル ４自然科学 聖隷三方原病院嚥下チ－ム 著 医歯薬出版 2001年

952 親子療法引きこもりを救う ４自然科学 北西憲二 著 講談社 2001年

953 親子療法引きこもりを救う ４自然科学 北西憲二 著 講談社 2001年

954 オレステス・コンプレックス ４自然科学 片田珠美 著 日本放送出版協会 2001年

955 介護医は考える ４自然科学 横山芳郎 著 考古堂書店 2001年

956 看護学生のための病理学 第4版 ４自然科学 永原貞郎 著 医学書院 2001年

957 感性バイオセンサ ４自然科学 都甲潔 編著 朝倉書店 2001年
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958 関節の痛みを瞬時に取る緑の塩 ４自然科学 伊藤修 著 ブックマン社 2001年

959 画像診断機器工学Q&A 第2版 ４自然科学 佐藤伸雄 編著 医療科学社 2001年

960 血液6000キロの旅 ４自然科学 坂井建雄 著 講談社 2001年

961 芸術療法の理論と技法 ４自然科学 J.A.ル－ビン 編 誠信書房 2001年

962 言語聴覚障害学 ４自然科学 石合純夫 編著 新興医学出版社 2001年

963 口蓋裂・構音障害 ４自然科学
日本聴能言語士協会講習会実行委員
会 編

協同医書出版社 2001年

964 心の空洞化とは何か ４自然科学 飯田正一 著 文芸社 2001年

965 失語症言語治療の基礎 ４自然科学 紺野加奈江 著 診断と治療社 2001年

966 失語症言語治療の基礎 ４自然科学 紺野加奈江 著 診断と治療社 2001年

967 新臨床耳鼻咽喉科学 ４自然科学 加我君孝 [ほか]編著 中外医学社 2001年

968 神経症とうつ病の自己診断テスト ４自然科学 藤波茂忠 著 燃焼社 2001年

969 循環器疾患と自律神経機能 第2版 ４自然科学 井上博 編 医学書院 2001年

970 自閉症と行動障害 ４自然科学 小林隆児 著 岩崎学術出版社 2001年

971 図説・からだの仕組みと働き ４自然科学 中野昭一 編 医歯薬出版 2001年

972 図説精神医学入門 第2版 ４自然科学 C・カトナ 日本評論社 2001年

973 図説・病気の成立ちとからだ ４自然科学 中野昭一 編 医歯薬出版 2001年

974 図説・病気の成立ちとからだ ４自然科学 中野昭一 編 医歯薬出版 2001年

975 摂食・嚥下機能評価マニュアル ４自然科学 Joseph Murray 著 医歯薬出版 2001年

976 摂食・嚥下障害の評価法と食事指導 ４自然科学 金子芳洋 医歯薬出版 2001年

977 生活習慣病の予防・治療に役立つ心身医学 ４自然科学 久保千春 著 ライフ・サイエンス 2001年

978 整形外科のday surgery ４自然科学 林浩一郎 メジカルビュ－社 2001年

979 精神分裂病，感情障害，不安障害，睡眠障害 ４自然科学 上島国利 ライフ・サイエンス 2001年

980 精神分裂病の胎生期障害仮説 ４自然科学 Ezra S.Susser [ほか編] 新興医学出版社 2001年

981 生体材料の構造と機能 ４自然科学 宮入裕夫 著 養賢堂 2001年

982 専門医がやさしく教える慢性疲労 ４自然科学 和田高士 PHP研究所 2001年

983 痴呆の理解と老人ケア ４自然科学 五島シズ 著 関西看護出版 2001年

984 糖尿病教室パ－フェクトガイド ４自然科学
The Michigan Diabetes Research and 
Training Center [著]

医歯薬出版 2001年

985 脳と心の正体 ４自然科学 平野丈夫 著 東京化学同人 2001年

986 ひざの痛み、こうすれば楽になる ４自然科学 講談社 2001年

987 ヒトラ－の脳との対話 ４自然科学 ロナルド・シ－ゲル 著 草思社 2001年

988 病態生理学 ４自然科学 須賀哲弥 編著 朝倉書店 2001年

989 不安の精神医学 ４自然科学 高橋徹 編 ライフ・サイエンス 2001年

990 片頭痛の治療手引き ４自然科学 寺本純 著 診断と治療社 2001年
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991 マグネットヒ－リング ４自然科学 ロジャ－・コッグヒル 著 産調出版 2001年

992 蟲の群れが襲ってくる ４自然科学 ロナルド・シ－ゲル 著 草思社 2001年

993 めまいQ&A ４自然科学 八木聰明 編 医薬ジャ－ナル社 2001年

994 森田療法入門 ４自然科学 田代信維 著 創元社 2001年

995 やさしいCOPD(慢性閉塞性肺疾患)の自己管理 ４自然科学 北村諭 著 医薬ジャ－ナル社 2001年

996 よく効く！キネシオテ－プ療法 ４自然科学 加瀬建造 著 マキノ出版 2001年

997 私たちのからだのこと ４自然科学 らくだの夢グル－プ 編 書林駱駝の夢 2001年

998 危ない！子どものいびき ４自然科学 坂田英明 芳賀書店 2001年

999 ｢うつ｣はがんばらないで治す ４自然科学 中村敬 著 マガジンハウス 2001年

1000 うつ病を｢朝型天運計画｣で治す方法 ４自然科学 税所弘 著 三五館 2001年

1001 親と子のきずなはどうつくられるか ４自然科学 マ－シャル H.クラウス [ほか]原著 医学書院 2001年

1002 親と子のきずなはどうつくられるか ４自然科学 マ－シャル H.クラウス [ほか]原著 医学書院 2001年

1003 音声・言語 ４自然科学 新美成二 編 中山書店 2001年

1004 介護福祉士のための精神保健ハンドブック ４自然科学 正岡哲 著 JDC 2001年

1005 虐待と離婚の心的外傷 ４自然科学 棚瀬一代 著 朱鷺書房 2001年

1006 車いすの選び方 ４自然科学 ピ－タ－・アクセルソン [ほか]著 医学書院 2001年

1007 ゲノム医科学がわかる ４自然科学 菅野純夫 編 羊土社 2001年

1008 高齢期の保健と福祉 ４自然科学 十束支朗 編著 医学出版社 2001年

1009 股関節疾患(小児・成人)の手術療法 ４自然科学 岩本幸英 編 メジカルビュ－社 2001年

1010 心に傷をもった子供とどう向き合うか？ ４自然科学 マルセル・リュフォ 著 ベストセラ－ズ 2001年

1011 失語症 ４自然科学
日本聴能言語士協会講習会実行委員
会 編

協同医書出版社 2001年

1012 自覚症状が出る前にガンの芽をつんでしまう本 ４自然科学 松木隆央 著 青春出版社 2001年

1013 “自分発見”こそ最良の治療法！ ４自然科学 菅野庸 著 悠飛社 2001年

1014 自律神経失調症 ４自然科学 伊藤克人 高橋書店 2001年

1015 精神看護学精神保健 第2版 ４自然科学 太田保之 編著 医歯薬出版 2001年

1016 精神科面接マニュアル ４自然科学 Daniel J.Carlat [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1017 電気システムとしての人体 ４自然科学 久保田博南 著 講談社 2001年

1018 内科医にできる摂食障害の診断と治療 ４自然科学 堀田眞理 著 三輪書店 2001年

1019 脳血管障害の臨床 ４自然科学 福内靖男 [ほか]監修・編 日本医師会 2001年

1020 脳卒中ハンドブック ４自然科学 片山泰朗 編 ヴァンメディカル 2001年

1021 パ－キンソン病とうまくつきあう法 改訂新版 ４自然科学 春原経彦 著 ライフリサ－チ・プレス 2001年

1022 ビスホスホネ－トと骨疾患 ４自然科学 Herbert Fleisch [著] 医薬ジャ－ナル社 2001年

1023 間違いだらけの老人医療と介護 ４自然科学 和田秀樹 [著] 講談社 2001年
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1024 もう頭痛で悩まない ４自然科学 喜多村孝幸 主婦と生活社 2001年

1025 リハビリテ－ション医学全書 第2版 ４自然科学 笹沼澄子 編 医歯薬出版 2001年

1026 リハビリテ－ションの新展開 ４自然科学
日本リハビリテ－ション病院・施設協会 
編

熊本機能病院 2001年

1027 老化 ４自然科学 近藤昊 山海堂 2001年

1028 わかる！なっとく！更年期 ４自然科学 サンデ－毎日編集部 編 毎日新聞社 2001年

1029 うつに勝つ50の方法 ４自然科学 上野玲 編著 宝島社 2001年

1030 音声障害のクリニカルマネジメント ４自然科学 James L.Case 著 医歯薬出版 2001年

1031 解離 ４自然科学 フランク・W.パトナム [著] みすず書房 2001年

1032 学生のための疾病論 ４自然科学 井上泰 著 医学書院 2001年

1033 機能を中心とした図説組織学 第4版 ４自然科学 B.Young 医学書院 2001年

1034 更年期障害 ４自然科学 池下育子 著 法研 2001年

1035 神経回路形成と機能発達 ４自然科学 津本忠治 [ほか]編 共立出版 2001年

1036 耳科学 ４自然科学 鈴木淳一 中央公論新社 2001年

1037 自分を愛する10日間プログラム ４自然科学 デイビッド・D.バ－ンズ 著 ダイヤモンド社 2001年

1038 頭痛撃退マニュアル ４自然科学 森本昌宏 著 マキノ出版 2001年

1039 摂食障害の心身医療 ４自然科学 中野弘一 著 新興医学出版社 2001年

1040 生活習慣病に勝つタマネギ料理 ４自然科学 山田梗湖 著 ペガサス 2001年

1041 精神科医が見つめた老いに適応できる人できない人 ４自然科学 町沢静夫 著 大和出版 2001年

1042 ドクタ－間中の頭痛大学 ４自然科学 間中信也 著 法研 2001年

1043 脳卒中が起こったら ４自然科学 講談社 2001年

1044 ボケに効く快老薬品 ４自然科学 酒井和夫 著 リヨン社 2001年

1045 有機ゲルマニウムの科学 ４自然科学 東洋医学舎 2001年

1046 うつ病と躁病 ４自然科学 L.ビンスワンガ－ [著] みすず書房 2001年

1047 絵でみる高齢者の在宅リハ ４自然科学 今村敏治 編著 医学評論社 2001年

1048 科学としてのリハビリテ－ション医学 ４自然科学 上田敏 著 医学書院 2001年

1049 ｢クライエント中心｣作業療法の実践 ４自然科学 Thelma Sumsion 編著 協同医書出版社 2001年

1050 ｢血液サラサラ｣できれいに、元気になる本 ４自然科学 宮尾興平 三笠書房 2001年

1051 健診で尿酸値が高めですよと言われた人の本 ４自然科学 細谷龍男 法研 2001年

1052 現役ナ－スが明かす更年期ホントの話 ４自然科学 江藤亜矢子 著 主婦の友社 2001年

1053 言語聴覚士のための失語症訓練教材集 ４自然科学 立石雅子 編 医学書院 2001年

1054 言語聴覚士のための失語症訓練教材集 ４自然科学 立石雅子 編 医学書院 2001年

1055 高齢女性の健康増進のためのホルモン補充療法ガイドライン ４自然科学 大内尉義 編 メディカルレビュ－社 2001年

1056 こころの傷を読み解くための800冊の本 ４自然科学 赤木かん子 編著 自由国民社 2001年
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1057 こころの治療薬ハンドブック ４自然科学 青葉安里 星和書店 2001年

1058 こころの治療薬ハンドブック ４自然科学 青葉安里 星和書店 2001年

1059 骨粗しょう症 ４自然科学 廣田憲二 保健同人社 2001年

1060 子どものスクィグル ４自然科学 白川佳代子 著 誠信書房 2001年

1061 今日の老年医学 ４自然科学 日本老年医学会雑誌編集委員会 編 中外医学社 2001年

1062 作業療法実践の仕組み ４自然科学 矢谷令子 協同医書出版社 2001年

1063 作業療法の世界 ４自然科学 鎌倉矩子 [ほか]編 三輪書店 2001年

1064 失行・失認の評価と治療 第3版 ４自然科学 バ－バラ・ゾルタン 著 医学書院 2001年

1065 神経発達学的治療と感覚統合理論 ４自然科学 Erna I.Blanche [ほか]著 協同医書出版社 2001年

1066 心臓における生命現象の分子生物学 ４自然科学 小室一成 編著 メディカルレビュ－社 2001年

1067 新薬で変わる分裂病治療 ４自然科学 Peter J.Weiden [ほか]著 ライフ・サイエンス 2001年

1068 実地医療のための抗リウマチ薬使用マニュアル ４自然科学 西岡久寿樹 医薬ジャ－ナル社 2001年

1069 自分でスッキリ消せる！肩こり・腰痛・ひざの痛み ４自然科学 永岡書店 2001年

1070 自分で治せるひざ・足の痛み ４自然科学 吉田元 [ほか]共著 法研 2001年

1071 頭痛を診てくれるお医者さん ４自然科学 保健同人社 2001年

1072 精神疾患の早期発見・早期治療 ４自然科学 パトリック・D.マクゴ－リ 金剛出版 2001年

1073 精神分裂病 ４自然科学 関根義夫 編 人文書院 2001年

1074 治療の行き詰まりと解釈 ４自然科学 H.ロ－ゼンフェルト 著 誠信書房 2001年

1075 治療の行き詰まりと解釈 ４自然科学 H.ロ－ゼンフェルト 著 誠信書房 2001年

1076 寝たきりの予防と治療 ４自然科学 長寿科学振興財団 編 保健同人社 2001年

1077 脳卒中で死なないための36の知恵 ４自然科学 神野哲夫 著 リヨン社 2001年

1078 発達障害と作業療法 ４自然科学 鎌倉矩子 [ほか]編 三輪書店 2001年

1079 パニック障害 ４自然科学 デ－ビッド・J.ナット [ほか]編 日本評論社 2001年

1080 膝診療マニュアル 第5版 ４自然科学 腰野富久 著 医歯薬出版 2001年

1081 補聴器と人工内耳 ４自然科学 野田寛 編 中山書店 2001年

1082 ぼけ老人110番 改訂新版 ４自然科学 笹森貞子 編著 社会保険出版社 2001年

1083 妄想 ４自然科学 L.ビンスワンガ－ [著] みすず書房 2001年

1084 やさしい痛風・高尿酸血症 第2版 ４自然科学 西田[ユウ]太郎 著 日本医事新報社 2001年

1085 リハビリテ－ションに対する行動学的方法 ４自然科学 Elaine Greif 協同医書出版社 2001年

1086 リハビリテ－ションの思想 第2版 ４自然科学 上田敏 著 医学書院 2001年

1087 臨床失語症学 ４自然科学 佐藤ひとみ 著 医学書院 2001年

1088 臨床失語症学 ４自然科学 佐藤ひとみ 著 医学書院 2001年

1089 わかりやすい解剖生理 第2版 ４自然科学 Adolf Faller 文光堂 2001年
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1090 わかりやすい小児の検査マニュアルとそのコツ ４自然科学 飯沼一宇 編著 診断と治療社 2001年

1091 EBMのコンセプトを取り入れたパ－キンソン病ハンドブック ４自然科学 水野美邦 編著 中外医学社 2001年

1092 肩こり・腰痛・ひざの痛みはプラセンタ注射で治せる ４自然科学 川端一永 マキノ出版 2001年

1093 看護・介護のための摂食・嚥下リハビリ ４自然科学 田中靖代 編 日本看護協会出版会 2001年

1094 キレる子供は食事で変わる ４自然科学 千葉三樹男 編著 [エイ]出版社 2001年

1095 筋機能改善の理学療法とそのメカニズム ４自然科学 望月久 ナップ 2001年

1096 向精神薬マニュアル 第2版 ４自然科学 融道男 著 医学書院 2001年

1097 向精神薬マニュアル 第2版 ４自然科学 融道男 著 医学書院 2001年

1098 更年期を美しく、らくに過ごす ４自然科学 女子栄養大学出版部 2001年

1099 心の最後の扉を開く ４自然科学 人見一彦 著 文芸社 2001年

1100 腰の痛みはこれでとる ４自然科学 講談社 2001年

1101 骨粗しょう症を防ぐ食卓 ４自然科学 保健同人社 2001年

1102 最小侵襲手術の最新手技 ４自然科学 高岡邦夫 編 メジカルビュ－社 2001年

1103 作業関連筋骨格系障害 ４自然科学 National Research Council [編] 金原出版 2001年

1104 主婦うつ ４自然科学 大野裕 著 法研 2001年

1105 ｢消痛｣シ－ル奇跡のパワ－ ４自然科学 高橋宏嘉 著 現代書林 2001年

1106 システムズアプロ－チによる家族療法のすすめ方 ４自然科学 吉川悟 ミネルヴァ書房 2001年

1107 新・分子骨代謝学と骨粗鬆症 ４自然科学 松本俊夫 編著 メディカルレビュ－社 2001年

1108 心的トラウマの理解とケア ４自然科学
厚生労働省精神・神経疾患研究委託費
外傷ストレス関連障害の病態と治療ガ
イドラインに関する研究班 編

じほう 2001年

1109 時間診療学 ４自然科学 田村康二 編著 永井書店 2001年

1110 時間と他者/アンテ・フェストゥム論 ４自然科学 木村敏 著 弘文堂 2001年

1111 自律神経失調症から元気になる方法 ４自然科学 税所弘 著 三五館 2001年

1112 自律神経学用語集 ４自然科学 日本自律神経学会用語委員会 編 文光堂 2001年

1113 摂食障害治療のこつ ４自然科学 下坂幸三 著 金剛出版 2001年

1114 整形外科で治せない腰痛・ヘルニアを治す！ ４自然科学 酒井和彦 著 現代書林 2001年

1115 精神保健 ４自然科学 加藤雄司 編 ミネルヴァ書房 2001年

1116 精神科処方ノ－ト ４自然科学 上島国利 編著 中外医学社 2001年

1117 精神科薬物療法ハンドブック 第3版 ４自然科学 George W.Arana
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1118 精神科薬物療法ハンドブック 第3版 ４自然科学 George W.Arana
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1119 世界の精神保健医療 ４自然科学 新福尚隆 へるす出版 2001年

1120 双極性障害 ４自然科学 米国精神医学会 [著] 医学書院 2001年

1121 脱・更年期 ４自然科学 後藤邦汎 駿台曜曜社 2001年

1122 内耳・内耳道 ４自然科学 星野知之 編 中山書店 2001年
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1123 難病の子ども情報ブック ４自然科学 キッズエナジ－ 編著 東京書籍 2001年

1124 脳疾患ケアの精神生物学的基礎 ４自然科学 Norman L.Keltner [ほか著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1125 脳梗塞絶望からの生還！ ４自然科学 林義貢 著 文芸社 2001年

1126 脳梗塞の予防と再発防止 ４自然科学 山口武典 編 医薬ジャ－ナル社 2001年

1127 脳卒中の最新画像診断 ４自然科学 齋藤孝次 編 メディカルトリビュ－ン 2001年

1128 発達障害医学の進歩 ４自然科学 有馬正高 診断と治療社 2001年

1129 はじめよう在宅医療21 ４自然科学 英裕雄 [ほか]編 医学書院 2001年

1130 パ－キンソン病治療ハンドブック ４自然科学 近藤智善 [ほか]著 医学書院 2001年

1131 パニック障害セミナ－ ４自然科学 貝谷久宣 日本評論社 2001年

1132 ヒトの成長と発達 ４自然科学 David Sinclair
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1133 一目でわかる病態生理 ４自然科学 松野一彦 著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1134 慢性頭痛とつきあう法 ４自然科学 講談社 2001年

1135 森田療法と心の自然治癒力 ４自然科学 増野肇 著 白揚社 2001年

1136 よくわかる自律神経失調症 ４自然科学 ナツメ社 2001年

1137 うつ病 新装改訂版 ４自然科学 高仁会メンタルヘルス研究会 編 NOVA出版 2001年

1138 ｢うつ病｣これで安心 ４自然科学 小学館 2001年

1139 ヴォルフ人体解剖学アトラス ４自然科学 H.F.Frick 西村書店 2001年

1140 MGH神経内科ハンドブック ４自然科学 Alice Flaherty [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1141 解剖学イラスト事典 ４自然科学 松村讓兒 著 中外医学社 2001年

1142 解剖学講義 改訂2版 高野廣子改訂 ４自然科学 伊藤隆 著 南山堂 2001年

1143 肩 第3版 ４自然科学 信原克哉 著 医学書院 2001年

1144 カラ－アトラス機能組織学 ４自然科学 Jeffrey B Kerr 著 南江堂 2001年

1145 カラ－図解神経の解剖と生理 ４自然科学 Ben Greenstein
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1146 カルシウムと骨 ４自然科学 西井易穂 [ほか]編 朝倉書店 2001年

1147 驚異の有機ゲルマニウムの効用 ４自然科学 山根勝亮 著 バンガ－ド社 2001年

1148 共依存とアディクション ４自然科学 清水新二 編 培風館 2001年

1149 拒食症・過食症の治し方がわかる本 ４自然科学 高木洲一郎 主婦と生活社 2001年

1150 筋ジストロフィ－ってなあに？ ４自然科学 河原仁志 編著 診断と治療社 2001年

1151 言語障害と画像診断 ４自然科学 伊林克彦 編著 西村書店 2001年

1152 言語聴覚障害総論 ４自然科学 倉内紀子 編著 建帛社 2001年

1153 骨代謝マ－カ－ ４自然科学 西沢良記 編 医薬ジャ－ナル社 2001年

1154 昏睡と意識障害 ４自然科学 G.Bryan Young [ほか著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

1155 COPMカナダ作業遂行測定 ４自然科学 Mary Law [ほか]著 大学教育出版 2001年
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1156 小児輸血療法 ４自然科学 月本一郎 [ほか]編 南江堂 2001年

1157 症例から学ぶ肩疾患 ４自然科学 肩症例検討会 編 金原出版 2001年

1158 初期自己論・分裂病論 ４自然科学 木村敏 著 弘文堂 2001年

1159 新女性のうつ病の治し方 ４自然科学 税所弘 著 リヨン社 2001年

1160 人工股関節の再置換・再手術の現況 ４自然科学 二ノ宮節夫 編 南江堂 2001年

1161 人体カラ－アトラス ４自然科学 Vanio Vannini 総合医学社 2001年

1162 すぐわかる小児の画像診断 ４自然科学 荒木力 秀潤社 2001年

1163 ストレス時代のこころのケア ４自然科学 柏瀬宏隆 編著 保健同人社 2001年

1164 頭痛を治す ４自然科学 林宗駛 著 リヨン社 2001年

1165 整形外科専門医をめざすための経験すべき手術28 ４自然科学 石井清一 [ほか]編 メジカルビュ－社 2001年

1166 整形外科卒後研修Q&A 改訂第4版 ４自然科学 日本整形外科学会Q&A委員会 編 南江堂 2001年

1167 生体機能学テキスト ４自然科学 吉岡利忠 中央法規出版 2001年

1168 生体情報工学 ４自然科学 赤澤堅造 著 東京電機大学出版局 2001年

1169 生体情報処理 ４自然科学 大西昇 著 昭晃堂 2001年

1170 対人恐怖・強迫観念から脱出する方法 ４自然科学 清野宗佐 著 日本図書刊行会 2001年

1171 脳外傷リハビリテ－ションマニュアル ４自然科学
神奈川リハビリテ－ション病院｢脳外傷
リハビリテ－ションマニュアル編集委員
会｣ 編

医学書院 2001年

1172 脳神経救急マニュアル ４自然科学 有賀徹 編著 三輪書店 2001年

1173 脳蘇生治療と脳死判定の再検討 ４自然科学 高須俊明 近代出版 2001年

1174 脳の動態をみる ４自然科学 高田明和 [ほか]編 医学書院 2001年

1175 脳梗塞、糖尿病を救うミミズの酵素 ４自然科学 栗本慎一郎 著 たちばな出版 2001年

1176 母の手のぬくもり磁気温熱療法 ４自然科学 磁気温熱治療研究所 編著 たにぐち書店 2001年

1177 パ－キンソン病診断ハンドブック ４自然科学 山本光利 著 ライフ・サイエンス 2001年

1178 ヒトのかたち5億年 ４自然科学 犬塚則久 著 てらぺいあ 2001年

1179 ビタミンB-3の効果 ４自然科学 エイブラム・ホッファ－ 著 世論時報社 2001年

1180 ボケの前兆をつかまえた ４自然科学 正高信男 著 紀伊國屋書店 2001年

1181 ｢やせ願望｣の精神病理 ４自然科学 水島広子 著 PHP研究所 2001年

1182 憂うつ、興味・意欲の減退、不眠 ４自然科学 NHK出版 編 日本放送出版協会 2001年

1183 腰痛の病態生理と診断・治療 ４自然科学 山岸正明 真興交易医書出版部 2001年

1184 よくわかる精神医学 ４自然科学 西村良二 著 ナカニシヤ出版 2001年

1185 ライフスタイル療法 ４自然科学 足達淑子 編 医歯薬出版 2001年

1186 老人性痴呆症と治療薬 ４自然科学 朝長正徳 シ－エムシ－ 2001年

1187 精神医学 ４自然科学 上野武治 編著 医学書院 2001年

1188 一般医のための睡眠臨床ガイドブック ４自然科学 井上雄一 編 医学書院 2001年
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1189 医系免疫学 改訂7版 ４自然科学 矢田純一 著 中外医学社 2001年

1190 依存と自立の精神構造 ４自然科学 長山恵一 著 法政大学出版局 2001年

1191 依存と自立の精神構造 ４自然科学 長山恵一 著 法政大学出版局 2001年

1192 医用工学入門 ４自然科学 木村雄治 著 コロナ社 2001年

1193 うつ病の人の気持ちがわかる本 ４自然科学 保崎秀夫 著 主婦の友社 2001年

1194 うつ病の薬理 ４自然科学 樋口輝彦 編著 新興医学出版社 2001年

1195 家族評価 ４自然科学 マイケル・E.カ－ 金剛出版 2001年

1196 体の記憶 ４自然科学 布施英利 著 NECメディアプロダクツ 2001年

1197 からだの機構 第4版 ４自然科学 小田嶋梧郎 著 メヂカルフレンド社 2001年

1198 からだの構造と機能 ４自然科学 小板橋喜久代 編著 学習研究社 2001年

1199 看護のための精神医学 ４自然科学 中井久夫 医学書院 2001年

1200 Q&A脳外傷 ４自然科学 日本脳外傷友の会 編 明石書店 2001年

1201 血栓を溶かし梗塞を予防しよう ４自然科学 栗本慎一郎 著 東京農大出版会 2001年

1202 健康と運動の生理学 改訂4版 ４自然科学 堀清記 [ほか]著 金芳堂 2001年

1203 言語障害 ４自然科学 川野通夫 著 金原出版 2001年

1204 言語聴覚士のための運動障害性構音障害学 ４自然科学 廣瀬肇 [ほか]著 医歯薬出版 2001年

1205 構音と音韻の障害 ４自然科学 John E.Bernthal 協同医書出版社 2001年

1206 高齢期の健康科学 ４自然科学 アルミダ F.フェリィニ メディカ出版 2001年

1207 こころの病気のお医者さん ４自然科学 保健同人社 2001年

1208 こどもの感染症ハンドブック ４自然科学 脇口宏 医学書院 2001年

1209 これからの精神保健 ４自然科学 吉川武彦 南山堂 2001年

1210 壊れる心壊れない心 ４自然科学 小田晋 著 朝日ソノラマ 2001年

1211 小児・思春期糖尿病管理の手びき ４自然科学 日本糖尿病学会 編 南江堂 2001年

1212 小児科当直医マニュアル 改訂第9版 ４自然科学
神奈川県立こども医療センタ－小児内
科 編

診断と治療社 2001年

1213 疾病のなりたち・感染と予防・臨床検査 ４自然科学 医学芸術社 2001年

1214 神経内科検査・処置マニュアル ４自然科学 阿部康二 編著 新興医学出版社 2001年

1215 新生児呼吸管理ABC ４自然科学 長谷川久弥 編 メディカ出版 2001年

1216 実践の骨接合術 ４自然科学 加藤佑吾 著 金原出版 2001年

1217 人体の構造と機能 ４自然科学 黒川清 [ほか]著 放送大学教育振興会 2001年

1218 人体のしくみとはたらき ４自然科学 江藤盛治 医学芸術社 2001年

1219 スキルアップのためのメンタル服薬指導テクニック ４自然科学 保坂隆 南山堂 2001年

1220 スキルアップのためのメンタル服薬指導テクニック ４自然科学 保坂隆 南山堂 2001年

1221 生活習慣病の先端医療 ４自然科学 廣瀬輝夫 著 メディカルトリビュ－ン 2001年
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1222 精神科臨床での日常的冒険 ４自然科学 松木邦裕 著 金剛出版 2001年

1223 生体リズムの動的モデルとその解析 ４自然科学 川上博 編著 コロナ社 2001年

1224 世界の名医に聞くてんかん診療Q&A ４自然科学 ヴァンメディカル 2001年

1225 専門医がやさしく教える自律神経失調症 ４自然科学 小川志郎 著 PHP研究所 2001年

1226 タッチ ４自然科学 岩村吉晃 著 医学書院 2001年

1227 地域作業療法学 ４自然科学 寺山久美子 編 協同医書出版社 2001年

1228 てんかんをもって生きる女性のために ４自然科学 Tim Betts ライフ・サイエンス 2001年

1229 ナ－スのためのME機器マニュアル ４自然科学 謝宗安 編・著 メディカ出版 2001年

1230 入門リハビリテ－ション概論 第4版 ４自然科学 中村隆一 編 医歯薬出版 2001年

1231 日本の近代精神医療史 ４自然科学 昼田源四郎 編 ライフ・サイエンス 2001年

1232 脳卒中ことはじめ 第2版 ４自然科学 山口武典 編著 医学書院 2001年

1233 パニック障害症例集 ４自然科学 貝谷久宣 日本評論社 2001年

1234 ひざ・腰・肩の痛み ４自然科学 主婦の友社 編 主婦の友社 2001年

1235 人はなぜ神経症になるのか ４自然科学 アルフレッド・アドラ－ 著 春秋社 2001年

1236 物理療法学 ４自然科学 網本和 編 医学書院 2001年

1237 プラチナフォトン ４自然科学 ロジャ－・コッヒル 芙蓉書房出版 2001年

1238 プロバイオティクス健康法 ４自然科学
小学館・家庭医学研究会プロバイオティ
クス研究グル－プ 編

小学館 2001年

1239 薬物相互作用トップ100 ４自然科学 Philip D.Hansten 医歯薬出版 2001年

1240 よくわかる医療系の心理学 ４自然科学 西村良二 著 ナカニシヤ出版 2001年

1241 臨床薬理学テキスト 改訂第2版 ４自然科学 植松俊彦 南江堂 2001年

1242 恋愛できない脳 ４自然科学 アンドル－・アバ－バネル 著 原書房 2001年

1243 老年期の心身医学 ４自然科学 大下敦 著 新興医学出版社 2001年

1244 あなたは完全な右(左)利き？それとも○○利き？ ４自然科学 鮫島良文 著 文芸社 2001年

1245 生き方のツケがボケに出る ４自然科学 金子満雄 [著] 角川書店 2001年

1246 ウィニコット著作集 ４自然科学 ウィニコット [著] 岩崎学術出版社 2001年

1247 老いを生きるヒント ４自然科学 荊木裕 著 平凡社 2001年

1248 王子さまを探す女、お姫さまを待つ男 ４自然科学 町沢静夫 著 佼成出版社 2001年

1249 音声障害 ４自然科学 一色信彦 著 金原出版 2001年

1250 音声障害 ４自然科学 苅安誠 編著 建帛社 2001年

1251 介護福祉士・ケアマネジャ－のためのリハビリテ－ション医学 ４自然科学 石田三郎 著 同成社 2001年

1252 回想法ハンドブック ４自然科学 回想法・ライフレヴュ－研究会 編 中央法規出版 2001年

1253 家族のための精神分裂病入門 ４自然科学 クリストファ－ S.エイメンソン 著 星和書店 2001年

1254 片づかない！見つからない！間に合わない！ ４自然科学 リン・ワイス 著 WAVE出版 2001年
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1255 拒食症と過食症 ４自然科学 帆秋善生 著 NOVA出版 2001年

1256 口腔・咽頭 ４自然科学 荒牧元 編 中山書店 2001年

1257 高次脳機能障害 ４自然科学 長谷川賢一 編著 建帛社 2001年

1258 高次脳機能障害 ４自然科学 長谷川賢一 編著 建帛社 2001年

1259 心の病気はなぜ起こるか ４自然科学 高田明和 著 朝日新聞社 2001年

1260 最新アルツハイマ－病研究 ４自然科学 新井平伊 編著 ワ－ルドプランニング 2001年

1261 知っておきたい毒の知識 ４自然科学 海老原昭夫 編著 薬事日報社 2001年

1262 失語の国のオペラ指揮者 ４自然科学 ハロルド・クロ－アンズ 著 早川書房 2001年

1263 神経内科学 ４自然科学 川平和美 編著 医学書院 2001年

1264 新生児・幼児・小児の難聴 ４自然科学 加我君孝 編 文光堂 2001年

1265 聴覚障害 ４自然科学 本庄巖 著 金原出版 2001年

1266 ネッタ－解剖学図譜 ４自然科学 ネッタ－ [著] 丸善 2001年

1267 脳損傷者の視覚的対象認知障害の生起過程に関する神経心理学的研究 ４自然科学 柴崎光世 著 協同出版 2001年

1268 病態生理・生化学 第2版 ４自然科学 植木寛 編 廣川書店 2001年

1269 PTSDの医療人類学 ４自然科学 アラン・ヤング [著] みすず書房 2001年

1270 PTSD人は傷つくとどうなるか ４自然科学 加藤進昌 [ほか]編 日本評論社 2001年

1271 文化精神医学序説 ４自然科学 酒井明夫 [ほか]編 金剛出版 2001年

1272 薬物と看護・食生活と栄養 ４自然科学 鈴木正彦 医学芸術社 2001年

1273 やさしい頭痛の自己管理 ４自然科学 間中信也 著 医薬ジャ－ナル社 2001年

1274 リウマチナビゲ－タ－ ４自然科学 中村耕三 [ほか]編 メディカルレビュ－社 2001年

1275 リハビリテ－ション医療入門 ４自然科学 武智秀夫 著 医学書院 2001年

1276 アサイゲルマニウム・光 ４自然科学 紀野一義 編 玄同社 2001年

1277 おとなのADHD ４自然科学 デイヴィッド・B.サダ－ス ヴォイス 2001年

1278 肝・胆・膵 ４自然科学 泉井亮 日本医事新報社 2001年

1279 看護の生理学 ４自然科学 薄井坦子 現代社 2001年

1280 我執の病理 ４自然科学 北西憲二 著 白揚社 2001年

1281 記憶力を強くする ４自然科学 池谷裕二 著 講談社 2001年

1282 現代育児学 第13版 ４自然科学 今村榮一 著 医歯薬出版 2001年

1283 骨格筋と運動 ４自然科学 跡見順子 [ほか]編 杏林書院 2001年

1284 小児のてんかん ４自然科学 Jean Aicardi 著 東京医学社 2001年

1285 神経リハビリテ－ション ４自然科学 Richard B.Lazar 編 医学書院 2001年

1286 時間薬理学 ４自然科学 小川暢也 編 朝倉書店 2001年

1287 自力・他力で治すムチ打ち症 ４自然科学 人大天 著 本の泉社 2001年
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1288 図解血液学テキスト ４自然科学 古澤新平 [ほか]編著 中外医学社 2001年

1289 テキストRAのマネジメント 改訂版 ４自然科学
松山赤十字病院リウマチセンタ－ 編・
執筆

メディカルレビュ－社 2001年

1290 ナ－スのための薬理学 第4版 ４自然科学 足立伊佐雄 [ほか]著 南山堂 2001年

1291 脳性麻痺の類型別運動発達 ４自然科学 ベルタ・ボバ－ス 医歯薬出版 2001年

1292 飲んで治す！腰痛・膝痛・関節痛 ４自然科学 健康生活研究所 編著 現代書林 2001年

1293 貼ってすぐ効く新ゲルマニウム療法 ４自然科学 ブティック社 2001年

1294 分子レベルで見る老化 ４自然科学 石井直明 著 講談社 2001年

1295 無痛先生で治った！ ４自然科学 林宗駛 著 ア－トブック本の森 2001年

1296 幼児自閉症の研究 ４自然科学 L.カナ－ 著 黎明書房 2001年

1297 理学療法研究法 ４自然科学 内山靖 編 医学書院 2001年

1298 わが子のうつ病を治す方法 ４自然科学 税所弘 著 三五館 2001年

1299 私の精神分裂病論 ４自然科学 浜田晋 著 医学書院 2001年

1300 ECTマニュアル ４自然科学 本橋伸高 著 医学書院 2000年

1301 ECTマニュアル ４自然科学 本橋伸高 著 医学書院 2000年

1302 思い上がりひねくれわざとらしさ ４自然科学 L.ビンスワンガ－ [著] みすず書房 2000年

1303 外耳・中耳 ４自然科学 中野雄一 編 中山書店 2000年

1304 がんばっていても不安なあなたへ ４自然科学 アン・W.スミス 著
IFF出版部ヘルスワ－ク
協会

2000年

1305 強迫性障害からの脱出 ４自然科学 リ－・ベア－ 著 晶文社 2000年

1306 基礎医学 改訂 ４自然科学 齋木茂樹 建帛社 2000年

1307 ｢首の疲れ｣が体をダメにする ４自然科学 三井弘 著 青春出版社 2000年

1308 暮らしのなかの死に至る毒物・毒虫60 ４自然科学 唐木英明 著・監 講談社 2000年

1309 ゲノム科学がひらく医療 ４自然科学 日経サイエンス編集部 編 日経サイエンス社 2000年

1310 現代の抑うつ ４自然科学 風祭元 編 日本評論社 2000年

1311 高齢者の生活機能増進法 ４自然科学 岡田守彦 [ほか]編著 ナップ 2000年

1312 こころの時代へ ４自然科学 日本精神科看護技術協会 編 中央法規出版 2000年

1313 根拠にもとづく精神科薬物療法 ４自然科学 Philip G.Janicak. [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1314 根拠にもとづく精神科薬物療法 ４自然科学 Philip G.Janicak. [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1315 最小侵襲整形外科入門 ４自然科学 日本最小侵襲整形外科研究会 編 南江堂 2000年

1316 神経内科のお医者さん ４自然科学 保健同人社 2000年

1317 神経難病の分子機構 ４自然科学 石浦章一 編
シュプリンガ－・フェアラ
－ク東京

2000年

1318 10代の｢心の病｣はこうなおす ４自然科学 墨岡孝 著 双葉社 2000年

1319 自閉症の関係障害臨床 ４自然科学 小林隆児 著 ミネルヴァ書房 2000年

1320 睡眠障害 ４自然科学 伊藤洋 編著 NOVA出版 2000年
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1321 ストレスに克つ自律訓練法 ４自然科学 笠井仁 著 講談社 2000年

1322 ストレスに克つ自律訓練法 ４自然科学 笠井仁 著 講談社 2000年

1323 生活習慣病にならない方法 ４自然科学 女子栄養大学出版部 2000年

1324 整形外科病棟勤務ハンドブック 改訂第7版 ４自然科学 林浩一郎 著 南江堂 2000年

1325 精神分裂病の陰性症状 ４自然科学 八木剛平 編 ライフ・サイエンス 2000年

1326 生体計測の機器とシステム ４自然科学 岡田正彦 編著 コロナ社 2000年

1327 チ－ムアプロ－チによる総合的リハビリテ－ション ４自然科学
兵庫県立総合リハビリテ－ションセンタ
－ 編

三輪書店 2000年

1328 ｢超｣入門！神経解剖 ４自然科学 Stephen Goldberg 著 総合医学社 2000年

1329 痴呆症の早期診断と早期介護 ４自然科学 山本秀樹 著 実務出版 2000年

1330 痴呆性老人における焦燥の治療 ４自然科学 George S.Alexopoulos [ほか]著 ライフ・サイエンス 2000年

1331 痛快！不老学 ４自然科学 後藤眞 著
集英社インタ－ナショナ
ル

2000年

1332 とらわれる生き方あるがままの生き方 ４自然科学 大原健士郎 [著] 講談社 2000年

1333 寝たきりからの回復 ４自然科学 星一輝 編著 一橋出版 2000年

1334 脳卒中の在宅リハビリテ－ション ４自然科学 中村春基 [ほか]著 家の光協会 2000年

1335 母を看る・痴呆を看る・息子が看る ４自然科学 小林敏 著 文芸社 2000年

1336 標準小児外科学 第4版 ４自然科学 岡田正 [ほか]編 医学書院 2000年

1337 ひざの痛み ４自然科学 星川吉光 著 高橋書店 2000年

1338 人はなぜ病気になるのか ４自然科学 井村裕夫 著 岩波書店 2000年

1339 病気の分子医学 ４自然科学 春日雅人 共立出版 2000年

1340 プライマリ・ケアのためのやさしいうつ病・うつ状態のマネジメント ４自然科学 桂戴作 編 医薬ジャ－ナル社 2000年

1341 ホ－ムケア・リハビリテ－ション基本技能 ４自然科学 石田暉 医学書院 2000年

1342 むち打ち損傷 ４自然科学 A.チェザラ－ニ [ほか]編
シュプリンガ－・フェアラ
－ク東京

2000年

1343 腰痛 ４自然科学 三木英之 高橋書店 2000年

1344 リウマチ病X線診断Q&A ４自然科学 前田晃 [ほか]編 永井書店 2000年

1345 リウマチ病セミナ－ ４自然科学 前田晃 [ほか]編 永井書店 2000年

1346 臨床精神病理学序説 ４自然科学 クルト・シュナイダ－ [著] みすず書房 2000年

1347 老化のバイオロジ－ ４自然科学 Robert Arking [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1348 アルツハイマ－に克つ ４自然科学 佐藤早苗 著 新潮社 2000年

1349 うつ病は治る 4訂版 ４自然科学 渡辺昌祐 著 保健同人社 2000年

1350 ウンコとくらす ４自然科学 倉田正 著 文理閣 2000年

1351 園芸療法 ４自然科学 武川満夫 [ほか]著 源草社 2000年

1352 園芸療法 ４自然科学 武川満夫 [ほか]著 源草社 2000年

1353 お年寄りが骨折したら ４自然科学 飯島治 著 講談社 2000年
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1354 家庭でできる痛みの解消法 ４自然科学 師岡孝次 著 ロングセラ－ズ 2000年

1355 からだのしくみ ４自然科学 蒲原聖可 著 日本実業出版社 2000年

1356 関節不安定症の手術療法 ４自然科学 落合直之 編 メジカルビュ－社 2000年

1357 外傷性脳損傷後のリハビリテ－ション ４自然科学 J.ポンスフォ－ド 著 西村書店 2000年

1358 くらしの中の健康運動 ４自然科学 田中俊夫 編著 大学教育出版 2000年

1359 痙攣性発声障害 ４自然科学 小林武夫 編 時空出版 2000年

1360 言語聴覚リハビリテ－ション ４自然科学 廣瀬肇 編 中山書店 2000年

1361 呼吸と代謝 ４自然科学 小野功一 著 コロナ社 2000年

1362 サックス博士の片頭痛大全 ４自然科学 オリヴァ－・サックス 著 早川書房 2000年

1363 作業療法の視点 ４自然科学 カナダ作業療法士協会 著 大学教育出版 2000年

1364 初回エピソ－ド精神病 ４自然科学 Kathy J.Aitchison [ほか]著 星和書店 2000年

1365 初回エピソ－ド精神病 ４自然科学 Kathy J.Aitchison [ほか]著 星和書店 2000年

1366 死因事典 ４自然科学 東嶋和子 著 講談社 2000年

1367 失語症 ４自然科学 石川裕治 編著 建帛社 2000年

1368 失語症 ４自然科学 石川裕治 編著 建帛社 2000年

1369 神経内科学テキスト ４自然科学 江藤文夫 南江堂 2000年

1370 神経症の逆療法 ４自然科学 河村正一 著 文芸社 2000年

1371 心臓力学とエナジェティクス ４自然科学 菅弘之 [ほか]編著 コロナ社 2000年

1372 自閉症と心の発達 ４自然科学 R.ピ－タ－・ホブソン 著 学苑社 2000年

1373 自律神経機能検査 第3版 ４自然科学 日本自律神経学会 編 文光堂 2000年

1374 生活習慣病 ４自然科学 富野康日己 編 医学書院 2000年

1375 続歩けた！書けた！話せた！ ４自然科学 周長芳 著 リベロ 2000年

1376 食べすぎてしまう女たち ４自然科学 ジェニ－ン・ロス [著] 講談社 2000年

1377 徹底図解くび・肩・腕の痛み ４自然科学 法研 2000年

1378 徹底図解自律神経失調症 ４自然科学 法研 2000年

1379 病気の地図帳 新版 ４自然科学 講談社 2000年

1380 無症候性脳梗塞 ４自然科学 中野重徳 著 法研 2000年

1381 森田療法のすすめ 新版 ４自然科学 高良武久 著 白揚社 2000年

1382 森田式生活法 ４自然科学 生活の発見会 編 白揚社 2000年

1383 腰痛10万人を治した秘密の方法 ４自然科学 黒川瀞雄 著 宙出版 2000年

1384 よく効く腰痛治療全ガイド ４自然科学 主婦と生活社 編 主婦と生活社 2000年

1385 臨床で毎日使える図解整形外科学検査法 ４自然科学 新関真人 著 医道の日本社 2000年

1386 言語聴覚士のための臨床歯科医学・口腔外科学 ４自然科学 道 健一 編 医歯薬出版 2000年
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1387 ｢痛み｣あなただけの治療法が見つかる！ ４自然科学 坂本一志 著 現代書林 2000年

1388 うつ病を治して元気になる方法 ４自然科学 税所弘 著 三五館 2000年

1389 運動療法ガイド 改訂第3版 ４自然科学 井上一 [ほか]編著 日本医事新報社 2000年

1390 体のからくりと発病の条件 ４自然科学 松浦緑郎 著 文芸社 2000年

1391 感情障害・不安障害・睡眠障害・分裂病 ４自然科学 加藤進昌 ライフ・サイエンス 2000年

1392 画像診断技術 ４自然科学 中村孝志 編 南江堂 2000年

1393 言語聴覚士のための臨床歯科医学・口腔外科学 ４自然科学 道健一 編 医歯薬出版 2000年

1394 言語臨床入門 ４自然科学 内須川洸 著 風間書房 2000年

1395 在宅痴呆診療マニュアル ４自然科学 本間昭 編著 日本医事新報社 2000年

1396 式田和子家族のためのぼけ防止作戦 ４自然科学 式田和子 著 あすなろ書房 2000年

1397 神経系の進化と解体 ４自然科学 ジャクソン [著] 創造出版 2000年

1398 摂食障害を乗り越えて ４自然科学 ヘレナ・ウィルキンソン 著 女子栄養大学出版部 2000年

1399 整形外科 ４自然科学 岩本幸英 [ほか]編 先端医療技術研究所 2000年

1400 精神保健の見方，考え方 ４自然科学 赤塚大樹 編 培風館 2000年

1401 そのぼけは治ります。 ４自然科学 米山公啓 著 法研 2000年

1402 第六次改訂日本人の栄養所要量 ４自然科学 健康・栄養情報研究会 編 第一出版 2000年

1403 聴覚障害 ４自然科学 佐場野優一 建帛社 2000年

1404 聴覚の獲得 ４自然科学 久保武 編 文光堂 2000年

1405 痴呆介護らくらくガイド ４自然科学 河野和彦 著 中央法規出版 2000年

1406 痴呆の症候学 ４自然科学 田邉敬貴 著 医学書院 2000年

1407 痛風激痛を解消する ４自然科学 鈴木吉彦 著 主婦の友社 2000年

1408 脳とニュ－ロンの科学 ４自然科学 新井康允 著 裳華房 2000年

1409 百寿者の秘密 ４自然科学 田内久 著 裳華房 2000年

1410 ひざの痛み ４自然科学 双葉社 2000年

1411 ｢ぼけ｣なんでも読本 ４自然科学 三宅貴夫 著 クリエイツかもがわ 2000年

1412 みんな一緒に生きている 第2版 ４自然科学 増野肇 著 やどかり出版 2000年

1413 やさしい神経診察 第2版 ４自然科学 ジェレイント・フラ－ 著 医学書院 2000年

1414 リストカット ４自然科学 小田晋 著 二見書房 2000年

1415 AAC ４自然科学 久保健彦 編著 建帛社 2000年

1416 痛みを軽くするリウマチの介護 ４自然科学 リウマチ対策啓蒙普及会 編 医学芸術社 2000年

1417 うつ病の遅滞度を測定する ４自然科学 ダニエル・ヴィドロシェ 編著 星和書店 2000年

1418 家族のストレス・マネ－ジメント ４自然科学 イアン・R.H.ファル－ン [ほか]著 金剛出版 2000年

1419 家族のストレス・マネ－ジメント ４自然科学 イアン・R.H.ファル－ン [ほか]著 金剛出版 2000年
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1420 血管研究の最前線に迫る ４自然科学 渋谷正史 編 羊土社 2000年

1421 こうすれば骨粗鬆症は防げる！ ４自然科学 橋本三四郎 著 同朋舎 2000年

1422 抗精神病薬の選び方と用い方 改訂3版 ４自然科学 渡辺昌祐 新興医学出版社 2000年

1423 抗精神病薬の選び方と用い方 改訂3版 ４自然科学 渡辺昌祐 新興医学出版社 2000年

1424 こちら、お漏らし110番 ４自然科学 西村かおる 著 中央法規出版 2000年

1425 思春期心身症の臨床 ４自然科学 河野友信 編 医薬ジャ－ナル社 2000年

1426 失語症の理解のために ４自然科学 Harold Goodglass [著] 創造出版 2000年

1427 上肢 ４自然科学 松井宣夫 メジカルビュ－社 2000年

1428 自分が｢うつ｣に思えてきたら読む本 ４自然科学 渡辺登 著 日本実業出版社 2000年

1429 頭痛は警告する ４自然科学 間中信也 著 NTT出版 2000年

1430 生活習慣病のマルチケア ４自然科学 藤田敏郎 [ほか]編 日本医学出版 2000年

1431 整形外科治療法ベストチョイス ４自然科学 筒井廣明 編 メジカルビュ－社 2000年

1432 精神保健入門 ４自然科学 鹿島晴雄 編著 八千代出版 2000年

1433 精神科治療薬の上手な使い方 新訂 ４自然科学 中河原通夫 著 金剛出版 2000年

1434 精神科治療薬の上手な使い方 新訂 ４自然科学 中河原通夫 著 金剛出版 2000年

1435 生体物性/医用機械工学 ４自然科学 池田研二 秀潤社 2000年

1436 生体用センサと計測装置 ４自然科学 山越憲一 コロナ社 2000年

1437 青年期心性の臨床 ４自然科学 生田孝 著 金剛出版 2000年

1438 せん妄 ４自然科学 米国精神医学会 [著] 医学書院 2000年

1439 専門医がやさしく教えるうつ病 ４自然科学 水島広子 著 PHP研究所 2000年

1440 地域における高齢者の医療連携 ４自然科学 メディカルレビュ－社 2000年

1441 痴呆 ４自然科学 小阪憲司 編 ライフ・サイエンス 2000年

1442 痛風の人の食卓 ４自然科学 保健同人社 2000年

1443 脳低温療法 ４自然科学 片岡喜由 著 岩波書店 2000年

1444 脳と体温 ４自然科学 彼末一之 共立出版 2000年

1445 脳腫瘍の外科手技 ４自然科学 神野哲夫 編 メディカ出版 2000年

1446 ハインズ神経解剖学アトラス 第2版 ４自然科学 ハインズ [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1447 ハインズ神経解剖学アトラス 第2版 ４自然科学 ハインズ [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1448 病院におけるチャイルドライフ ４自然科学 リチャ－ド・H.トムソン 中央法規出版 2000年

1449 ボケを防ぐ生活術 ４自然科学 橋爪孝次 著 フロ－ラル出版 2000年

1450 理学診療マニュアル 改訂2版 ４自然科学 石井良章 [ほか]編 全日本病院出版会 2000年

1451 あなたの寿命はいくつ？ ４自然科学 松田重三 著 アミュ－ズブックス 2000年

1452 あなたの｢頭痛｣や｢もの忘れ｣は大丈夫？ ４自然科学 西村謙一 著 技報堂出版 2000年
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1453 医者も知らない自然なホルモン ４自然科学 D.ブラウンスタイン 著 中央ア－ト出版社 2000年

1454 親がボケたと思ったら ４自然科学 河野和彦 著 主婦の友社 2000年

1455 完全図解腰痛を治す、楽になる！ ４自然科学 主婦の友社 編 主婦の友社 2000年

1456 驚異のウイルス ４自然科学 根路銘国昭 著 羊土社 2000年

1457 寄生虫学テキスト ４自然科学 上村清 [ほか]著 文光堂 2000年

1458 奇跡の一滴が脳に効く ４自然科学 濱野吉秀 著 ダイセイコ－出版 2000年

1459 車いすのヒュ－マンデザイン ４自然科学 ロリィ A.ク－パ－ 著 医学書院 2000年

1460
血流障害脳卒中・脳梗塞・心筋梗塞劇的に効く基礎健康食品乳酸菌BG16&GMT-
SOD様エキス

４自然科学 岡本丈 著 現代書林 2000年

1461 現代社会のうつ病 ４自然科学 福西勇夫 至文堂 2000年

1462 高齢者医療の倫理 ４自然科学 橋本肇 著 中央法規出版 2000年

1463 高齢者介護救急マニュアル ４自然科学 太田祥一 著 荘道社 2000年

1464 消化管 ４自然科学 河原克雅 日本医事新報社 2000年

1465 したたかなウイルスたち ４自然科学 生田和良 著 裳華房 2000年

1466 新編装具治療マニュアル ４自然科学 加倉井周一 [ほか]編 医歯薬出版 2000年

1467 重症児のQOL ４自然科学 藤岡一郎 著 クリエイツかもがわ 2000年

1468 図解老化のことを正しく知る本 ４自然科学 安藤進 [ほか]共著 中経出版 2000年

1469 頭痛 改訂第2版 ４自然科学 寺本純 著 診断と治療社 2000年

1470 聴覚 ４自然科学 神崎仁 編 中山書店 2000年

1471 パニック障害研究最前線 ４自然科学 貝谷久宣 日本評論社 2000年

1472 ボケがわかる本 新訂 ４自然科学 みずうみ書房 2000年

1473 まちがいやすい疾患の識別ノ－ト ４自然科学 吉岡加寿夫 編 医薬ジャ－ナル社 2000年

1474 免疫物語 ４自然科学 横山三男 著 日本医学館 2000年

1475 よくわかる細菌と感染のはなし ４自然科学 滝龍雄 著 日本実業出版社 2000年

1476 よくわかる森田療法 ４自然科学 森岡洋 著 白揚社 2000年

1477 リハビリテ－ションにおける連携とケアマネジメント ４自然科学
日本リハビリテ－ション連携科学学会 
編

メヂカルフレンド社 2000年

1478 老人診療実践ガイド ４自然科学 Fred F.Ferri [ほか著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1479 ICUにおけるオ－ラルケア ４自然科学 丸川征四郎 編著 メディカ出版 2000年

1480 医用生体工学 ４自然科学 神谷暸 [ほか]共著 培風館 2000年

1481 関節炎モデル ４自然科学 安倍千之 日本医学館 2000年

1482 ガン予防への道 ４自然科学 甲田光雄 著 春秋社 2000年

1483 Q&A人体のふしぎ ４自然科学 スティ－ヴン・ワァ－ン 著 講談社 2000年

1484 ｢傷つきたくない｣気持ちの精神病理 ４自然科学 福西勇夫 著 女子栄養大学出版部 2000年

1485 抗精神病薬の長期投与 ４自然科学 上島国利 編 ライフ・サイエンス 2000年
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1486 抗精神病薬の長期投与 ４自然科学 上島国利 編 ライフ・サイエンス 2000年

1487 高齢者を知る事典 ４自然科学 介護・医療・予防研究会 編 厚生科学研究所 2000年

1488 最近の脊椎外科 ４自然科学 岩本幸英 編 メジカルビュ－社 2000年

1489 小児の細菌感染症 ４自然科学 久保政勝 編著 永井書店 2000年

1490 新性解剖大図鑑 ４自然科学 桜桃書房 2000年

1491 心筋細胞イオンチャネル ４自然科学 倉智嘉久 著 文光堂 2000年

1492 若年期の脳機能障害介護マニュアル ４自然科学 若年痴呆研究班 編 ワ－ルドプランニング 2000年

1493 自律訓練法 ４自然科学 笠井仁 至文堂 2000年

1494 人体解剖学実習書 ４自然科学 中河志朗 編 金芳堂 2000年

1495 体温の基礎と臨床 ４自然科学 臨床体温研究会 編 医学図書出版 2000年

1496 中耳炎 ４自然科学 老木浩之 著 保健同人社 2000年

1497 徹底図解腰・ひざの痛み ４自然科学 法研 2000年

1498 てんかん教室 ４自然科学 兼子直 著 新興医学出版社 2000年

1499 脳神経科学イラストレイテッド ４自然科学 森寿 [ほか]編 羊土社 2000年

1500 バイタルサインモニタ入門 ４自然科学 久保田博南 著 秀潤社 2000年

1501 ひざ・肩・腰の痛みと別れる正しいやり方 ４自然科学 宗田大 著 青春出版社 2000年

1502 不安の精神療法 ４自然科学 メダルト・ボス [著] 醍醐書房 2000年

1503 不安の精神療法 ４自然科学 メダルト・ボス [著] 醍醐書房 2000年

1504 不幸になりたがる人たち ４自然科学 春日武彦 著 文藝春秋 2000年

1505 ヘルスアセスメントマニュアル ４自然科学 厚生科学研究所 2000年

1506 モニタ機器の使い方と見方 ４自然科学 諏訪邦夫 責任編集 照林社 2000年

1507 リハビリテ－ション患者の心理とケア ４自然科学 渡辺俊之 医学書院 2000年

1508 臨床医のための末梢神経損傷・障害の治療 ４自然科学 平澤泰介 編著 金原出版 2000年

1509 レドックス制御と抗酸化治療戦略 ４自然科学 Helmut Sies 編 医薬ジャ－ナル社 2000年

1510 朝型家族はうつ病を治す ４自然科学 税所弘 著 リヨン社 2000年

1511 新しい森田療法 ４自然科学 大原健士郎 [著] 講談社 2000年

1512 介護保険特定疾病の基礎知識 ４自然科学 全国老人保健施設協会 編 厚生科学研究所 2000年

1513 拒食症サバイバルガイド ４自然科学 ジャネット・トレジャ－ 著 金剛出版 2000年

1514 サメが人類を救う ４自然科学 大野謹慶 著 日本医療企画 2000年

1515 手術で治る痴呆 ４自然科学 山上岩男 著 日本図書刊行会 2000年

1516 知っておきたい｢てんかん｣の診断と治療 ４自然科学 小島卓也 編著 真興交易医書出版部 2000年

1517 図解女と男のからだ学 ４自然科学 生田哲 著 東京書籍 2000年

1518 生活オンチにならない ４自然科学 デイヴィッド・K.レイノルズ 著 白揚社 2000年
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1519 生活習慣病 ４自然科学 平山宗宏 少年写真新聞社 2000年

1520 精神科リハビリテ－ション・ワ－クブック ４自然科学 水野雅文 中央法規出版 2000年

1521 精神科リハビリテ－ション・ワ－クブック ４自然科学 水野雅文 中央法規出版 2000年

1522 胎児の神経発達と成人の精神分裂病との関係 ４自然科学 Sarnoff A.Mednick [ほか]編 新興医学出版社 2000年

1523 聴脳力 ４自然科学 野村恭也 著 ゾディアック 2000年

1524 登山の医学ハンドブック ４自然科学 日本登山医学研究会 編 杏林書院 2000年

1525 悩むあなたのままでいい ４自然科学 生活の発見会 編 白揚社 2000年

1526 脳血管障害者の在宅リハビリ ４自然科学 宙出版 2000年

1527 脳・神経系疾患と難病の基礎知識 ４自然科学 大貫稔 一橋出版 2000年

1528 脳とニオイ ４自然科学 小野田法彦 著 共立出版 2000年

1529 脳・用心 ４自然科学 片山泰朗 著 ヴァンメディカル 2000年

1530 脳卒中｢歩けた！書けた！話せた！｣ 第2版 ４自然科学 石川ハル リベロ 2000年

1531 必携聴性脳幹反応ガイドブック ４自然科学 橋本勲 メジカルビュ－社 2000年

1532 もう脳卒中なんか恐くない 新訂 ４自然科学 みずうみ書房 2000年

1533 理学療法士まるごとガイド ４自然科学 ミネルヴァ書房 2000年

1534 老人保健法による骨粗鬆症予防マニュアル ４自然科学 日本医事新報社 2000年

1535 明るく生きるてんかんの時代 ４自然科学 てんかんを考える会 編 萌文社 2000年

1536 アクアティックリハビリテ－ション ４自然科学 Andrea Bates ナップ 2000年

1537 ｢うつ｣を治す ４自然科学 大野裕 著 PHP研究所 2000年

1538 からだの不思議 ４自然科学 坂井建雄 著 メヂカルフレンド社 2000年

1539 気分障害は必ず良くなる ４自然科学 税所弘 著 リヨン社 2000年

1540 クライエント中心の作業療法 ４自然科学 Mary Law 編著 協同医書出版社 2000年

1541 栗本慎一郎の脳梗塞になったらあなたはどうする ４自然科学 栗本慎一郎 著 たちばな出版 2000年

1542 心が強くなるクスリ ４自然科学 大原健士郎 著 三笠書房 2000年

1543 心の病気の薬がわかる本 ４自然科学 中河原通夫 著 法研 2000年

1544 心の病気の薬がわかる本 ４自然科学 中河原通夫 著 法研 2000年

1545 これからの老年学 ４自然科学 井口昭久 編 名古屋大学出版会 2000年

1546 小児・思春期の｢心の問題｣診療ガイド ４自然科学 Mina K.Dulcan
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1547 小児のことばの障害 新版 ４自然科学 加我牧子 [ほか]共著 医歯薬出版 2000年

1548 神経心理学の挑戦 ４自然科学 山鳥重 医学書院 2000年

1549 新生児学 第2版 ４自然科学 小川雄之亮 [ほか]編 メディカ出版 2000年

1550 自分で描ける病態関連図 ４自然科学 諏訪赤十字看護専門学校 著 照林社 2000年

1551 自閉症―成人期にむけての準備 ４自然科学 パトリシア・ハウリン 著 ぶどう社 2000年
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1552 図解整形外科診察の進め方 第4版 ４自然科学 ロナルド・マクレ－ 著 医学書院 2000年

1553 摂食障害 ４自然科学 切池信夫 著 医学書院 2000年

1554 摂食障害 ４自然科学 米国精神医学会 [著] 医学書院 2000年

1555 精神分裂病 ４自然科学 三上昭廣 編著 NOVA出版 2000年

1556 精神保健と発達障害の診断基準 ４自然科学 Zero to Three [著] ミネルヴァ書房 2000年

1557 生存と自己表現のための知覚 ４自然科学 岩崎テル子 [ほか]選 協同医書出版社 2000年

1558 生体情報工学 ４自然科学 小杉幸夫 森北出版 2000年

1559 戦略的セラピ－の技法 ４自然科学 クロエ・マダネス 著 金剛出版 2000年

1560 戦略的セラピ－の技法 ４自然科学 クロエ・マダネス 著 金剛出版 2000年

1561 大うつ病性障害 ４自然科学 米国精神医学会 [著] 医学書院 2000年

1562 中枢性聴覚障害の基礎と臨床 ４自然科学 加我君孝 編 金原出版 2000年

1563 痴呆症のすべて ４自然科学 平井俊策 編 永井書店 2000年

1564 日本の高齢者医療システム ４自然科学 山田英雄 編 じほう 2000年

1565 人間の命綱 ４自然科学 松本昭彦 著 ブレ－ン出版 2000年

1566 バイオメカニクス ４自然科学 林紘三郎 著 コロナ社 2000年

1567 バトラ－・神経系モビライゼ－ション ４自然科学 David S.Butler 著 協同医書出版社 2000年

1568 パ－キンソン手帳 ４自然科学 板倉徹 ブレ－ン出版 2000年

1569 母子臨床と世代間伝達 ４自然科学 渡辺久子 著 金剛出版 2000年

1570 ミニュ－チンの家族療法セミナ－ ４自然科学 サルバド－ル・ミニュ－チン [ほか]著 金剛出版 2000年

1571 ミニュ－チンの家族療法セミナ－ ４自然科学 サルバド－ル・ミニュ－チン 金剛出版 2000年

1572 リエゾン・カンファレンス ４自然科学 乾吉佑 慶應義塾大学出版会 2000年

1573 理学療法ハンドブック 改訂第3版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2000年

1574 理学療法ハンドブック 改訂第3版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2000年

1575 臨床医のための片頭痛エッセンス ４自然科学 片山宗一 編 ライフ・サイエンス 2000年

1576 プチ整形外科 ４自然科学 亀山修 著 南江堂 2000年

1577 新しい人工関節置換術と再置換術 ４自然科学 高岡邦夫 編 メジカルビュ－社 2000年

1578 うつ病の病態生理と診断・治療 ４自然科学 樋口輝彦 真興交易医書出版部 2000年

1579 運動分子生物学 ４自然科学 山田茂 ナップ 2000年

1580 解剖生理学 ４自然科学 坂井建雄 著
エルゼビア・サイエンスミ
クス

2000年

1581 環境生理学 ４自然科学 山崎昌廣 [ほか]共著 培風館 2000年

1582 外傷治療のcontroversies ４自然科学 石井良章 編 南江堂 2000年

1583 ケ－ススタディ運動療法 ４自然科学 坂本静男 編著 杏林書院 2000年

1584 健康情報革命ボケ、ガン常識を覆せ！ ４自然科学 小林常雄 著 文化創作出版 2000年
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1585 言語聴覚士のための失語症訓練ガイダンス ４自然科学
日本言語療法士協会学術支援局専門
委員会失語症系 編

医学書院 2000年

1586 口腔外科学 第2版 ４自然科学 松矢篤三 医歯薬出版 2000年

1587 更年期のケア ４自然科学 アン・M.ヴォダ 著 中央法規出版 2000年

1588 ｢心のカゼ｣の処方箋 ４自然科学 久保明 著 光文社 2000年

1589 こころのくすり最新事情 ４自然科学 田島治 著 星和書店 2000年

1590 こころのくすり最新事情 ４自然科学 田島治 著 星和書店 2000年

1591 子どものからだの健康科学 ４自然科学 戎利光 著 不昧堂出版 2000年

1592 子どもの発達と認知運動療法 ４自然科学 Paola Puccini 協同医書出版社 2000年

1593 これならわかる脳の病気の危険信号 ４自然科学 板倉徹 ブレ－ン出版 2000年

1594 手動車いすトレ－ニングガイド ４自然科学 ピ－タ－・アクセルソン [ほか]著 医学書院 2000年

1595 小児総合医療ガイド ４自然科学 馬淵理 [ほか]編 診断と治療社 2000年

1596 小児のセデ－ションハンドブック ４自然科学 Myron Yaster [ほか編]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1597 知っておきたいくも膜下出血 ４自然科学 宮坂佳男 著 新興医学出版社 2000年

1598 重度痴呆性老人のケア ４自然科学 Ladislav Volicer 医学書院 2000年

1599 図説整形外科基本手技 第2版 ４自然科学 メジカルビュ－社 2000年

1600 整形外科手術のための解剖学―上肢 ４自然科学 長野昭 編 メジカルビュ－社 2000年

1601 整形外科プライマリケアハンドブック ４自然科学 片田重彦 南江堂 2000年

1602 整形外科医のためのマイクロサ－ジャリ－ ４自然科学 別府諸兄 編 メジカルビュ－社 2000年

1603 内科で診るうつ診療の手びき ４自然科学 久保木富房 編 ヴァンメディカル 2000年

1604 難聴と慢性中耳炎 ４自然科学 鈴木淳一 日本医学館 2000年

1605 ｢寝たきりゼロ｣の予防とリハビリ ４自然科学 ひかりのくに 2000年

1606 脳は甦る ４自然科学 野田燎 大修館書店 2000年

1607 発声障害外来 ４自然科学 小宮山荘太郎 編 メジカルビュ－社 2000年

1608 発達障害医学の進歩 ４自然科学 有馬正高 診断と治療社 2000年

1609 パトグラフィ－への招待 ４自然科学 福島章 金剛出版 2000年

1610 パニック障害 追補改訂版 ４自然科学 竹内龍雄 著 新興医学出版社 2000年

1611 パニック障害の基礎と臨床 ４自然科学 白倉克之 金剛出版 2000年

1612 標準リハビリテ－ション医学 第2版 ４自然科学 上田敏 [ほか]編 医学書院 2000年

1613 人はなぜ痴呆になるのか ４自然科学 丸山敬 丸善 2000年

1614 病理学 改訂第4版 ４自然科学 永原貞郎 著 医学評論社 2000年

1615 不安神経症と強迫神経症が治る60章 ４自然科学 和久廣文 著 日本教文社 2000年

1616 物理療法 ４自然科学 篠原英記 三輪書店 2000年

1617 骨が語る ４自然科学 鈴木隆雄 著 大修館書店 2000年
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1618 メディカルエンジニアリング ４自然科学 立石哲也 編著 米田出版 2000年

1619 薬害シンドロ－ムを絶て！ ４自然科学
薬害ヤコブ病問題シンポジウム実行委
員会 編

ケイ・アイ・メディア 2000年

1620 理学療法ハンドブック 改訂第3版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2000年

1621 臨床病態学 改訂第3版 ４自然科学 佐藤良暢 南江堂 2000年

1622 わかりやすい病理学 改訂第3版 ４自然科学 岩田隆子 [ほか]編 南江堂 2000年

1623 SSRIとbulimia nervosa ４自然科学 久保木富房 編 ライフ・サイエンス 2000年

1624 SSRIとbulimia nervosa ４自然科学 久保木富房 編 ライフ・サイエンス 2000年

1625 MEワンポイントアドバイス ４自然科学 小野哲章 著 秀潤社 2000年

1626 漢方で治すゆううつイライラ不安 ４自然科学 萩原忠幸 著 七つ森書館 2000年

1627 血管新生とがんの生物学 ４自然科学 小野眞弓 共立出版 2000年

1628 検査・薬理学 改訂 ４自然科学 井上肇 建帛社 2000年

1629 コ・メディカルのための病態生理アトラス ４自然科学 土屋純 [ほか]編 文光堂 2000年

1630 高齢者の心と身体 ４自然科学 折茂肇 放送大学教育振興会 2000年

1631 心豊かに生き抜く知恵 ４自然科学 折茂肇 著 三修社 2000年

1632 今日の小児治療指針 第12版 ４自然科学 矢田純一 [ほか]編 医学書院 2000年

1633 誤診しやすい神経疾患 ４自然科学 田代邦雄 [ほか]編 南江堂 2000年

1634 作業療法評価法 改訂第2版 ４自然科学 金子翼 編 協同医書出版社 2000年

1635 小児歯科アトラス ４自然科学 長坂信夫 著 クインテッセンス出版 2000年

1636 知っておきたい｢意識障害｣の診断と治療 ４自然科学 松本清 編 真興交易医書出版部 2000年

1637 知っておきたい｢しびれ｣の対処法 ４自然科学 二見俊郎 編 真興交易医書出版部 2000年

1638 新うつ病は必ず良くなる ４自然科学 税所弘 著 リヨン社 2000年

1639 循環器 ４自然科学 大谷修 日本医事新報社 2000年

1640 児童青年期の精神療法 ４自然科学 竹内直樹 著 診療新社 2000年

1641 自閉症と発達障害研究の進歩 ４自然科学 高木隆郎 [ほか]編 星和書店 2000年

1642 摂食障害の家族心理教育 ４自然科学 後藤雅博 編 金剛出版 2000年

1643 精神分裂病の薬物療法100のQ&A ４自然科学 藤井康男 編 星和書店 2000年

1644 生理学はおもしろい ４自然科学 高田明和 医学書院 2000年

1645 痴呆介護の一〇〇箇条 ４自然科学 斎藤正彦 著 ワ－ルドプランニング 2000年

1646 突然、胸がドキドキして息ができない ４自然科学 NHK出版 編 日本放送出版協会 2000年

1647 脳血管障害の長期管理 ４自然科学 江藤文夫 編集企画 現代医療社 2000年

1648 脳治療革命の朝 ４自然科学 柳田邦男 著 文藝春秋 2000年

1649 病理学 ４自然科学 梶原博毅 編 医学書院 2000年

1650 分裂病薬物治療の新時代 ４自然科学 藤井康男 著 ライフ・サイエンス 2000年
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1651 痩せと肥満の心理 ４自然科学 メアリ－・パイファ－ 著 川島書店 2000年

1652 臨床医学 改訂 ４自然科学 加藤龍一 [ほか]著 建帛社 2000年

1653 臨床医学 改訂 ４自然科学 鈴木俊彦 著 建帛社 2000年

1654 臨床高次脳機能評価マニュアル ４自然科学 今村陽子 著 新興医学出版社 2000年

1655 老年期痴呆の医学的理解 ４自然科学 雨宮克彦 一橋出版 2000年

1656 ｢遊べない人｣の心理学 ４自然科学 レノア・テア 著 講談社 2000年

1657 うつ病 ４自然科学 関谷透 著 主婦の友社 2000年

1658 SSRIとパニック障害 ４自然科学 越野好文 編 ライフ・サイエンス 2000年

1659 SSRIとパニック障害 ４自然科学 越野好文 編 ライフ・サイエンス 2000年

1660 広範骨欠損の再建手術 ４自然科学 阿部宗昭 編 メジカルビュ－社 2000年

1661 股関節鏡 ４自然科学 松井宣夫 メジカルビュ－社 2000年

1662 転んだあとの杖 ４自然科学 島田とみ子 著 未來社 2000年

1663 スポ－ツ現場での脳振盪 ４自然科学 Julian E.Bailes [ほか編] ナップ 2000年

1664 スポ－ツマンのためのキネシオン療法 ４自然科学 手嶋昇 不昧堂出版 2000年

1665 精神科臨床と精神療法 ４自然科学 馬場謙一 著 弘文堂 2000年

1666 精神科臨床と精神療法 ４自然科学 馬場謙一 著 弘文堂 2000年

1667 痴呆症なんでも相談室 ４自然科学 河合眞 [ほか]著 小林出版 2000年

1668 日常生活指導のためのリハビリ・テクニック 第2版 ４自然科学 林泰史 著 文光堂 2000年

1669 寝たきりにさせないために ４自然科学 榎村陽太郎 著 医歯薬出版 2000年

1670 人はなぜ人を恐れるか ４自然科学 坂野雄二 日本評論社 2000年

1671 片頭痛の診断手引き ４自然科学 寺本純 著 診断と治療社 2000年

1672 老年者の病態と診療Q&A ４自然科学 大友英一 著 ヴァンメディカル 2000年

1673 あぶないアルミニウム ４自然科学 高橋滋也 著 三一書房 2000年

1674 うつ病を生き抜くために ４自然科学 D.ロ－ゼン 著 人文書院 2000年

1675 拒食症の病態生理と診断・治療 ４自然科学 久保木富房 真興交易医書出版部 2000年

1676 今日の整形外科治療指針 第4版 ４自然科学 二ノ宮節夫 [ほか]編 医学書院 2000年

1677 知っておきたい拒食症・過食症の新たな診療 ４自然科学 久保木富房 編 真興交易医書出版部 2000年

1678 神経疾患 第2版 ４自然科学 坂井文彦 編 日本医事新報社 2000年

1679 自律訓練法の集団への適用とその効果に関する臨床心理学的研究 ４自然科学 松岡洋一 著 風間書房 2000年

1680 自律訓練法の集団への適用とその効果に関する臨床心理学的研究 ４自然科学 松岡洋一 著 風間書房 2000年

1681 精神障害における心因 ４自然科学 高橋徹 編 ライフ・サイエンス 2000年

1682 足部診療ハンドブック ４自然科学 高倉義典 [ほか]編 医学書院 2000年

1683 徹底図解うつ病 ４自然科学 法研 2000年

51



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

1684 発症部位別にみた脳卒中者のリハビリテ－ション 第2版 増補 ４自然科学 長谷川幹 編著 日本医事新報社 2000年

1685 パ－キンソン病Q&A ４自然科学 平井俊策 編 医薬ジャ－ナル社 2000年

1686 病理学講義 ４自然科学 笠島武 著 文光堂 2000年

1687 ｢病める家族｣、その精神病理 ４自然科学 大原健士郎 著 講談社 2000年

1688 集中治療とclinical engineering ４自然科学 渡辺敏 編 総合医学社 1999年

1689 はじめての死体解剖 ４自然科学 飛鳥新社 1999年

1690 フィッツジェラルド神経解剖学 ４自然科学 M.J.T.フィッツジェラルド 著 西村書店 1999年

1691 平滑筋細胞学 ４自然科学 森崎信尋 編 メジカルセンス 1999年

1692 理学療法士になるには ４自然科学 丸山仁司 編著 ぺりかん社 1999年

1693 口蓋裂 ４自然科学 岡崎恵子 [ほか]編 学苑社 1999年

1694 △で体を治す ４自然科学 荒井聖子 著 本の泉社 1999年

1695 人工内耳のリハビリテ－ション ４自然科学 Dianne J.Allum 編著 協同医書出版社 1999年

1696 骨 ４自然科学 林泰史 著 山海堂 1999年

1697 よくわかる立体組織学 ４自然科学 医学生物学電子顕微鏡技術学会 学際企画 1999年

1698 臨床解剖学入門 新装新版 ４自然科学 S.Goldberg 著 大竹出版 1999年

1699 ME用語辞典 ４自然科学 日本エム・イ－学会 編 コロナ社 1999年

1700 基本的聴覚検査マニュアル 第2版 ４自然科学 服部浩 著 金芳堂 1999年

1701 脳卒中の生活ガイド ４自然科学 前田真治 著 医歯薬出版 1999年

1702 言語聴覚士の仕事 第2版 ４自然科学 日本言語療法士協会 編 朱鷺書房 1999年

1703 不思議な波動の石で、もう病など怖くない ４自然科学 史輝出版 1999年

1704 健康をつくるプラチナ繊維 ４自然科学 JDC健康取材班 編 JDC 1999年

1705 腰痛・ヒザ痛にはキネシオテ－ピングが効く ４自然科学 全国キネシオテ－ピング協会 編著 双葉社 1999年

1706 組織学カラ－アトラス ４自然科学 レスリ－・P.ガ－トナ－
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

1999年

1707 ナ－スのための新ME機器マニュアル ４自然科学 小野哲章 医学書院 1999年

1708 骨の健康学 ４自然科学 林泰史 著 岩波書店 1999年

1709 マイオ・テ－プ療法の評価と貼り方 ４自然科学 高津久夫 著 考古堂書店(発売) 1999年

1710 系統別・治療手技の展開 ４自然科学 奈良勲 [ほか]編 協同医書出版社 1999年

1711 限局性血管条障害 ４自然科学 星野知之 著 東京医学社 1999年

1712 バイオマテリアル ４自然科学 中林宣男 [ほか]共著 コロナ社 1999年

1713 神経科学―形態学的基礎 ４自然科学 佐野豊 著 金芳堂 1999年

1714 からだのしくみ解剖生理 ４自然科学 土田隆 著 早稲田教育出版 1999年

1715 完全図解手ツボ・足ツボ療法 ４自然科学 主婦と生活社 編 主婦と生活社 1999年

1716 事例で学ぶ医療機器安全管理学 ４自然科学 渡辺敏 編著 真興交易医書出版部 1999年
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1717 人体解剖カラ－アトラス ４自然科学 P.H.Abrahams [ほか]著 南江堂 1999年

1718 人体組織学 ４自然科学 Alan Stevens 南江堂 1999年

1719 聴覚検査の実際 ４自然科学 日本聴覚医学会 編 南山堂 1999年

1720 脳性まひ児の家庭療育 第3版 ４自然科学 Nancie R. Finnie 編著 医歯薬出版 1999年

1721 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士のための解剖学 第3版 ４自然科学 廣川書店 1999年

1722 音・振動のスペクトル解析 ４自然科学 金井浩 著 コロナ社 1999年

1723 ひとの組織学カラ－アトラス ４自然科学 梶ヶ谷博 [ほか]著 メディカルサイエンス社 1999年

1724 解剖生理学 増補 ４自然科学 穐吉敏男 [ほか]編著 金原出版 1999年

1725 ナ－スのための医用機器 ４自然科学 田島桂子 編著 コロナ社 1999年

1726 難聴は治る ４自然科学 豊沢豊雄 著 健友館 1999年

1727 ボディワイズ ４自然科学 ジョゼフ・ヘラ－ 春秋社 1999年

1728 医療材料用具マニュアル ４自然科学 上西紀夫 [ほか]編 診断と治療社 1998年

1729 バイオマテリアルと生体 ４自然科学 佐藤温重 [ほか]編 中山書店 1998年

1730 神経耳科学 ４自然科学 高橋正紘 金芳堂 1998年

1731 新耳鼻咽喉科学 第9版 ４自然科学 切替一郎 原著 南山堂 1998年

1732 音の評価のための心理学的測定法 ４自然科学 難波精一郎 コロナ社 1998年

1733 健診とことばの相談 ４自然科学 中川信子 著 ぶどう社 1998年

1734 手にとるようにわかるナ－ス・MEのための臨床工学ハンドブック ４自然科学
東邦大学医学部附属大橋病院臨床工
学部 編

ベクトル・コア 1998年

1735 成人のコミュニケ－ション障害 ４自然科学 伊藤元信 編 大修館書店 1998年

1736 基礎から学ぶ医用工学 ４自然科学 美島清 大竹出版 1998年

1737 心の健康トゥデイ 増補 ４自然科学 佐藤誠 [ほか]編 啓明出版 1998年

1738 やさしいリハビリテ－ション 第2版 ４自然科学 江藤文夫 著 日本醫事新報社 1998年

1739 臨床工学技士入門ガイドブック ４自然科学 日本臨床工学技士教育施設協議会 編 共立出版 1998年

1740 医療用高分子材料の開発と応用 ４自然科学 シ－エムシ－ 1998年

1741 音声障害の臨床 ４自然科学 廣瀬肇 著 インテルナ出版 1998年

1742 中高年の体の疲れをとる本 ４自然科学 五味雅吉 著 青春出版社 1998年

1743 ABRハンドブック ４自然科学 加我君孝 編 金原出版 1998年

1744 耳鳴・難聴の診断と治療 ４自然科学 真興交易医書出版部 編 真興交易医書出版部 1998年

1745 めまい・慢性中耳炎の診断と治療 ４自然科学 真興交易医書出版部 編 真興交易医書出版部 1998年

1746 高次神経機能障害 ４自然科学 石合純夫 著 新興医学出版社 1997年

1747 タラソテラピ－ ４自然科学 ジャック＝ベルナ－ル・ルノ－ディ 著 白水社 1997年

1748 新人理学療法士のための研修ハンドブック ４自然科学 協同医書出版社 1997年

1749 理学療法のための臨床問題解決法 ４自然科学 和島英明 著 協同医書出版社 1997年
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1750 医用電子工学 ４自然科学 内山明彦 著 昭晃堂 1997年

1751 不思議！ホ－リンバン療法でコリと痛みが消える ４自然科学 田中稔 著 元就出版社 1997年

1752 幼児難聴 ４自然科学 鈴木篤郎 著 金原出版 1997年

1753 新・ゲルマニウム療法 ４自然科学 健友館 編著 健友館 1997年

1754 聴覚と言語の世界 ４自然科学 永淵正昭 著 東北大学出版会 1997年

1755 理学療法のル－ツ ４自然科学 武富由雄 著 メディカルプレス 1997年

1756 聴覚補正におけるカウンセリングの実際 ４自然科学 チャ－トランド 著 金芳堂 1997年

1757 音響学入門 ４自然科学 吉久信幸 [ほか]共著 日新出版 1997年

1758 突発性難聴の正しい取り扱い ４自然科学 柳田則之 著 金原出版 1997年

1759 拡大・代替コミュニケ－ション入門 ４自然科学 Kathryn M.Yorkston 編著 協同医書出版社 1996年

1760 変化への戦略 ４自然科学 クロエ・マダネス [著] 誠信書房 1996年

1761 赤ちゃんの誕生 ４自然科学 ニコル・テイラ－ 文 あすなろ書房 1996年

1762 こころの薬を飲む前に ４自然科学 中河原通夫 著 弘文堂 1996年

1763 ナ－スのためのカウンセリングスキル ４自然科学 ヴェレナ・ツ－ディン 原著 医学書院 1996年

1764 認知療法ハンドブック ４自然科学 大野裕 星和書店 1996年

1765 認知療法ハンドブック ４自然科学 大野裕 星和書店 1996年

1766 不登校と適応障害 ４自然科学 斉藤万比古 岩崎学術出版社 1996年

1767 心は遺伝子をこえるか ４自然科学 木下清一郎 著 東京大学出版会 1996年

1768 死は共鳴する ４自然科学 小松美彦 著 勁草書房 1996年

1769 神経疾患によるコミュニケ－ション障害入門 ４自然科学 Robert H.Brookshire 著 協同医書出版社 1996年

1770 音楽療法 ４自然科学 レスリ－・バント 著 ミネルヴァ書房 1996年

1771 からだの知恵に聴く ４自然科学 ア－サ－・W.フランク 著 日本教文社 1996年

1772 アトピ－性皮膚炎 ４自然科学 川島真 著 東洋出版 1996年

1773 英和言語障害用語集 ４自然科学 福田登美子 ユア－ズ 1996年

1774 花粉症防ぎ方・治し方 ４自然科学 家の光協会 1996年

1775 ことばの海へ ４自然科学 遠藤尚志 著 筒井書房 1996年

1776 精神療法を学ぶ ４自然科学 ナカニシヤ出版 1996年

1777 誘発耳音響放射の臨床 ４自然科学 田中康夫 著 金原出版 1996年

1778 元気が出るインフォ－ムド・コンセント ４自然科学 柳田邦男 編 中央法規出版 1996年

1779 からだと免疫のしくみ ４自然科学 上野川修一 著 日本実業出版社 1996年

1780 ヒトの遺伝 ４自然科学 中込弥男 著 岩波書店 1996年

1781 構音訓練のためのドリルブック ４自然科学
日本音声言語医学会言語委員会/ 蓋
裂言語小委員会・機能性構音障害小委
員会 編著

協同医書出版社 1995年

1782 コミュニケ－ション・ノ－ト ４自然科学 西尾正輝 著 インテルナ出版 1995年
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1783 人格障害 ４自然科学 福島章 [ほか]編 金剛出版 1995年

1784 てんかん 新版 ４自然科学 秋元波留夫 著 日本文化科学社 1995年

1785 コミュニケ－ション障害辞典 ４自然科学 David W.H.Morris 著 医歯薬出版 1995年

1786 聴覚生理学 ４自然科学 J.O.ピクルス 著 二瓶社 1995年

1787 健康教育の心理学 ４自然科学 実務教育出版 1995年

1788 高次脳機能検査法 第3版 ４自然科学 Richard L.Strub 医歯薬出版 1995年

1789 難聴を伴う遺伝性疾患A to Z ４自然科学 東絋一郎 著 日本医事新報社 1995年

1790 脳卒中後のコミュニケ－ション障害 ４自然科学 竹内愛子 協同医書出版社 1995年

1791 口唇裂口蓋裂の総合治療 ４自然科学 森口隆彦 [ほか]編著 克誠堂出版 1995年

1792 声の検査法 第2版　基礎編 ４自然科学 日本音声言語医学会 編 医歯薬出版 1994年

1793 声の検査法 第2版　臨床編 ４自然科学 日本音声言語医学会 編 医歯薬出版 1994年

1794 心病む人への理解 ４自然科学 遠藤雅之 星和書店 1994年

1795 失語症のグル－プ訓練 ４自然科学 鈴木勉 [ほか]著 三輪書店 1994年

1796 乳児の発達 ４自然科学 Mark van Blankenstein [ほか著] 医歯薬出版 1994年

1797 構造薬害 ４自然科学 片平洌彦 著 農山漁村文化協会 1994年

1798 臨床人間学 ４自然科学 熊倉伸宏 著 新興医学出版社 1994年

1799 ベッドサイドの神経の診かた 第15版 ４自然科学 田崎義昭 南山堂 1994年

1800 介助に必要なリハビリテ－ションの知識 ４自然科学 林泰史 編著 文光堂 1994年

1801 うまい医学論文の準備と作成 ４自然科学 エドワ－ド・J.ヒュ－ス 著 医学書院 1994年

1802 臨床言語学 ４自然科学 David Crystal 著 西村書店 1993年

1803 臨床家による臨床家のための構音障害の治療 ４自然科学 Harris Winitz 編著 協同医書出版社 1993年

1804 食道発声法 ４自然科学 佐藤武男 著 金原出版 1993年

1805 目でみる神経学的診察法 ４自然科学 平井俊策 編 医歯薬出版 1993年

1806 自閉症治療の到達点 ４自然科学 太田昌孝 日本文化科学社 1993年

1807 めまい・難聴・耳鳴 改訂第2版 ４自然科学 八木聡明 著 金原出版 1993年

1808 目でみる解剖生理学 ４自然科学 猪俣賢一郎 編著 医歯薬出版 1993年

1809 脳性麻痺の運動障害 第2版 ４自然科学 カレル・ボバ－ス 著 医歯薬出版 1992年

1810 音声障害と音声治療 ４自然科学 Daniel R.Boone 医歯薬出版 1992年

1811 音声障害と音声治療 ４自然科学 Daniel R.Boone 医歯薬出版 1992年

1812 記憶障害の臨床 ４自然科学 アマン・U.カ－ン 著 医学書院 1992年

1813 臨床医学 ４自然科学 荒井康晴 [ほか]著 建帛社 1992年

1814 言語聴覚療法 ４自然科学 日本言語療法士協会 編著 協同医書出版社 1992年

1815 言語障害用語辞典 ４自然科学 風間書房 1991年
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1816 医学論文の書き方 第4版 ４自然科学 田中潔 著 医学書院 1991年

1817 乳幼児の家庭療育プログラム ４自然科学 LaVonne Jaeger 著 医歯薬出版 1990年

1818 言語障害の実験研究法 ４自然科学 L.V.マクレイノルズ 学苑社 1989年

1819 神経回路網モデルとコネクショニズム ４自然科学 甘利俊一 著 東京大学出版会 1989年

1820 診断とME ４自然科学 岡島光治 著 コロナ社 1989年

1821 嚥下障害のリハビリテ－ション ４自然科学 Jill S.Steefel 著 協同医書出版社 1988年

1822 進化 ４自然科学 森亘 [ほか]著 東京大学出版会 1988年

1823 エア－ズ研究論文集 ４自然科学 Anne Henderson [ほか編] 協同医書出版社 1988年

1824 リハビリテ－ション医学全書 ４自然科学 千野直一 編 医歯薬出版 1988年

1825 臨床医学研究序説 ４自然科学 砂原茂一 著 医学書院 1988年

1826 ルリア神経心理学的検査法 ４自然科学 Anne－Lise Christensen 著 医歯薬出版 1988年

1827 ルリア神経心理学的検査法 ４自然科学 Anne－Lise Christensen 著 医歯薬出版 1988年

1828 内科小事典 ４自然科学 鈴木秀郎 [ほか]編著 中外医学社 1987年

1829 脳の可塑性と記憶 ４自然科学 塚原仲晃 著 紀伊国屋書店 1987年

1830 食べる機能の障害 ４自然科学 金子芳洋 編 医歯薬出版 1987年

1831 脳とコミュニケ－ション ４自然科学 岩田誠 著 朝倉書店 1987年

1832 耳鼻咽喉科臨床実習の手びき ４自然科学 河本和友 [ほか]編 中外医学社 1986年

1833 言語障害の診断と治療 ４自然科学 隈江月晴 [ほか]編 ナカニシヤ出版 1985年

1834 新版K式発達検査法 ４自然科学 生沢雅夫 [ほか]編著 ナカニシヤ出版 1985年

1835 医の倫理 ４自然科学 Howard Brody 著 東京大学出版会 1985年

1836 言語と脳 ４自然科学 杉下守弘 著 紀伊国屋書店 1985年

1837 神経心理学入門 ４自然科学 山鳥重 著 医学書院 1985年

1838 入門コミュニケ－ション機能障害 ４自然科学 James F.Curtis 編 医歯薬出版 1984年

1839 リハビリテ－ション医学全書 第2版 ４自然科学 後藤修二 編 医歯薬出版 1984年

1840 脳と心 ４自然科学 平野龍一 [ほか]著 東京大学出版会 1983年

1841 言語病理学診断法 改訂第2版 ４自然科学 Frederic L.Darley 協同医書出版社 1982年

1842 職業医学 ４自然科学 荒記俊一 著 サイエンス社 1981年

1843 言語障害事典 ４自然科学 内須川洸 岩崎学術出版社 1979年

1844 失語症の言語治療 付: 鑑別診断検査・治療絵カード ４自然科学 笹沼澄子 [ほか]著 医学書院 1978年

1845 失語症の言語治療 ４自然科学 笹沼澄子 [ほか]著 医学書院 1978年

1846 目でみる脳 ４自然科学 時実利彦 著 東京大学出版会 1969年

1847 DVD版  嚥下障害 ４自然科学 藤島一郎 監修 医歯薬出版 2002年

1848 精神保健マニュアル 改訂3版 ４自然科学 吉川武彦 著 南山堂 2003年
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1849 音声生成の科学 ４自然科学 Ingo R.Titze 著 医歯薬出版 2003年

1850 言語聴覚士のための失語症学 ４自然科学 波多野和夫 [ほか]著 医歯薬出版 2002年

1851 スレッシュホ－ルズ・プログラム ４自然科学 ジェリ－・ディンシン 編 へるす出版 2002年

1852 精神病を耕す ４自然科学 星野弘 著 星和書店 2002年

1853 精神保健福祉法の最新知識 ４自然科学 高柳功 中央法規出版 2002年

1854 日本精神科医療史 ４自然科学 岡田靖雄 著 医学書院 2002年

1855 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2002年

1856 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2002年

1857 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2002年

1858 在院日数短縮化をめざして ４自然科学 星和書店 2002年

1859 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2002年

1860 より身近で多彩な分裂病治療の実践 ４自然科学 久場政博 著 星和書店 2002年

1861 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2002年

1862 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2002年

1863 精神障害の予防をめぐる最近の進歩 ４自然科学 小椋力 編 星和書店 2002年

1864 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2001年

1865 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2001年

1866 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2001年

1867 マスコミ精神医学 ４自然科学 市村篤 [ほか]著 星和書店 2001年

1868 WIBA ４自然科学 日本医療企画 2001年

1869 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2001年

1870 精神医療論争史 ４自然科学 浅野弘毅 著 批評社 2000年

1871 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2000年

1872 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2000年

1873 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 2000年

1874 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1999年

1875 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1999年

1876 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1999年

1877 精神医療と社会 増補新装版 ４自然科学 藤沢敏雄 著 批評社 1998年

1878 心が身体を裏切る時 ４自然科学 キャスリン・J.ゼルベ 著 星和書店 1998年

1879 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1998年

1880 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1998年

1881 治療のテルモピュライ ４自然科学 星野弘 [ほか]著 星和書店 1998年
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1882 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1997年

1883 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1997年

1884 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1997年

1885 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1996年

1886 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1995年

1887 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1994年

1888 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1994年

1889 ICD－10精神および行動の障害 ４自然科学 World Health Organization [編] 医学書院 1994年

1890 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1993年

1891 精神分裂病者の入院治療 第2版 ４自然科学 吉松和哉 著 医学書院 1993年

1892 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1993年

1893 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1993年

1894 生活の中の治療 ４自然科学 アルバ－ト・E.トリ－シュマン [ほか]著 中央法規出版 1992年

1895 精神医療 ４自然科学 『精神医療』編集委員会 編 批評社 1992年

1896 方法としての面接 新訂 ４自然科学 土居健郎 著 医学書院 1992年

1897 医学モデルを超えて ４自然科学 エリオット・G.ミシュラ－ [ほか]著 星和書店 1988年

1898 精神科治療の覚書 ４自然科学 中井久夫 著 日本評論社 1982年

1899 わが魂にあうまで ４自然科学 クリフォ－ド・W.ビ－アズ 著 星和書店 1980年

1900 分裂病の少女の手記 改訂版 ４自然科学 M.セシュエ－ [編著] みすず書房 1971年

1901 病理学サブノート 病理学問題集 ４自然科学 北澤 吉昭 犀書房 1992年

1902 地域理学療法学 ４自然科学 牧田光代 編 医学書院 2003年

1903 理学療法研究法 ４自然科学 内山靖 編 医学書院 2001年

1904 日本医学界 医学用語辞典 英和 改訂２版 ４自然科学 医学書院 2001年

1905 国試の達人 : 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 有限会社 アイペック 2000年

1906 国試の達人 : 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 有限会社 アイペック 1999年

1907 国試の達人：運動解剖生理学編 ４自然科学 理学慮法科学学会 有限会社 アイペック 1995年

1908 疼痛コントロールのＡＢＣ ４自然科学
花岡一雄･並木昭義･小川節郎･有田英
子・上西紀夫

日本医師会 1998年

1909 繭 （上） 1999.6 ４自然科学 三村孝一
社団法人 日本精神科病
院協会

1999年

1910 精神障害と精神科医療  １ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2002年

1911 精神科治療（生活療法)  ５ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2001年

1912 精神科治療（生活療法）  ５ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2000年

1913 精神科看護　４ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2000年

1914 心の構造と働き ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2000年
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1915 精神障害と精神科医療 １ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2000年

1916 精神科看護　４ ４自然科学 三村 孝一
社団法人 日本精神科病
院協会

1999年

1917 精神科看護　４ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2002年

1918 精神科疾患  ３ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2002年

1919 心のしくみと働き  ２ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2002年

1920 精神科治療  ５ ４自然科学 酒井 保之
社団法人 日本精神科病
院協会

2002年

1921 リハビリを学ぶあなたへ ４自然科学 原田 律子
株式会社 教育史料出版
会

2002年

1922 一臨床医として生きて ４自然科学 安藝 基雄 株式会社 岩波書店 1994年

1923 言語聴覚士まるごとガイド ４自然科学 ミネルヴァ書房 2003年

1924 メンタルケア論 ４自然科学 メンタルケア協会 編 メンタルケア協会 2003年

1925 看護大事典 ４自然科学 和田攻 [ほか]総編集 医学書院 2002年

1926 看護・医学事典 第6版 ４自然科学 中西睦子 医学書院 2002年

1927 海馬 ４自然科学 池谷裕二 朝日出版社 2002年

1928 分析おことわり！ ４自然科学 日本アノレキシア・ブリミア協会 編 東峰書房 2002年

1929 免疫学辞典 第2版 ４自然科学 大沢利昭 [ほか]編 東京化学同人 2001年

1930 あかるく拒食ゲンキに過食 ４自然科学 伊藤比呂美 平凡社 1992年

1931 血液細胞アトラス 第4版 ４自然科学 三輪史朗 文光堂 1990年

1932 解剖学 改訂第11版　第１巻 ４自然科学 小川県三ほか 金原出版 1982年

1933 解剖学 改訂第11版　第２巻 ４自然科学 平沢興原ほか 金原出版 1982年

1934 解剖学 改訂第11版　第３巻 ４自然科学 小川県三ほか 金原出版 1982年

1935 情緒障害事典 ４自然科学 高野清純 岩崎学術出版社 1977年

1936 わかりやすい生化学 整理ノート ４自然科学 篠原 力雄  著 ヌーヴェルヒロカワ 2003年

1937 わかりやすい生化学 第３版 ４自然科学 石黒 伊三雄 監修 ヌーヴェルヒロカワ 2003年

1938 医薬必修 生化学 ４自然科学 伊東 晃 株式会社 廣川書店 2002年

1939 生化学 ４自然科学 鈴木 紘一 株式会社 東京化学同人 1997年

1940 摂食機能療法マニュアル ４自然科学 道脇幸博 医歯薬出版 2002年

1941 神経科学 ４自然科学
Ｓｕｂｈａｓｈ Ｃ．Ｂｈａｔｎａｇａｒ／Ｏｒｌａｎｄｏ 
ｊ．Ａｎｄｙ

医歯薬出版株式会社 1999年

1942 偏見と尊厳 ４自然科学 Ｅ. ヘランダー 田研出版株式会社 1996年

1943 最後の樹木画 ４自然科学 水口 公信 三輪書店 2002年

1944 失語の症候学 ４自然科学 相馬芳明 医学書院 2003年

1945 理学療法のとらえかた ４自然科学 奈良勲 編 文光堂 2003年

1946 薬物療法と運動・理学療法 ４自然科学 鳥巣岳彦 南江堂 2003年

1947 EBM物理療法 ４自然科学 Michelle H.Cameron 編著 医歯薬出版 2003年

59



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

1948 精神科リハビリテ－ション・ケ－スブック ４自然科学 野田文隆 医学書院 2003年

1949 カラ－生化学 ４自然科学 マシュ－ズ [ほか]著 西村書店 2003年

1950 神経伝導検査と筋電図を学ぶ人のために ４自然科学 木村淳 医学書院 2003年

1951 新・徒手筋力検査法 ４自然科学 Helen J.Hislop 協同医書出版社 2003年

1952 眼と精神 ４自然科学 彦坂興秀 医学書院 2003年

1953 理学療法診療記録ガイドライン ４自然科学 日本理学療法士協会 2003年

1954 理学療法白書 ４自然科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 2003年

1955 ｢こころ｣はだれが壊すのか ４自然科学 滝川一廣 著 洋泉社 2003年

1956 新人教育プログラム教本 第5版 ４自然科学 奈良勲 編 日本理学療法士協会 2002年

1957 転倒予防教室 第2版 ４自然科学 武藤芳照 [ほか]編 日本医事新報社 2002年

1958 訪問理学療法マニュアル ４自然科学 日本理学療法士協会 2002年

1959 からだとこころのコリをほぐそう ４自然科学 山口創 著 川島書店 2002年

1960 神経内科ハンドブック 第3版 ４自然科学 水野美邦 編 医学書院 2002年

1961 摂食機能療法マニュアル ４自然科学 道脇幸博 医歯薬出版 2002年

1962 筋ジストロフィ－のリハビリテ－ション ４自然科学 石川玲 [ほか]編 医歯薬出版 2002年

1963 高次機能のブレインイメ－ジング ４自然科学 川島隆太 著 医学書院 2002年

1964 頭頚部の画像診断 ４自然科学 酒井修 編著 秀潤社 2002年

1965 言語聴覚士試験受験対策｢実戦｣講座 ４自然科学 梅田悦生 診断と治療社 2002年

1966 記憶の神経心理学 ４自然科学 山鳥重 著 医学書院 2002年

1967 標準整形外科学 ４自然科学 鳥巣岳彦 [ほか]編 医学書院 2002年

1968 医者とハサミは使いよう ４自然科学 下田哲也 著 コモンズ 2002年

1969 ｢グル－プ｣という方法 ４自然科学 武井麻子 著 医学書院 2002年

1970 標準脳神経外科学 第9版 ４自然科学 山浦晶 医学書院 2002年

1971 標準病理学 第2版 ４自然科学 秦順一 医学書院 2002年

1972 聴覚障害 ４自然科学
日本聴能言語士協会講習会実行委員
会 編

協同医書出版社 2002年

1973 EBM時代の症例報告 ４自然科学 Milos Jenicek 著 医学書院 2002年

1974 表情を解剖する ４自然科学 チャ－ルズ・ベル 著 医学書院 2001年

1975 臨床実習教育の手引き 第4版 ４自然科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 2001年

1976 変形性股関節症の運動・生活ガイド 第2版 ４自然科学 岩田久 [ほか]編 日本医事新報社 2001年

1977 ADHD臨床ハンドブック ４自然科学 中根晃 編 金剛出版 2001年

1978 ひきこもりカルテ ４自然科学 内田千代子 著 法研 2001年

1979 理学療法のとらえかた ４自然科学 奈良勲 編 文光堂 2001年

1980 ボイスノ－ト ４自然科学 小嶋知幸 新興医学出版社 2001年
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1981 神経学的理学療法 ４自然科学 Susan Edwards 編著 医歯薬出版 2001年

1982 治療文化論 ４自然科学 中井久夫 著 岩波書店 2001年

1983 解剖学講義 改訂2版 高野廣子改訂 ４自然科学 伊藤隆 著 南山堂 2001年

1984 ADHD及びその周辺の子どもたち ４自然科学 尾崎洋一郎 [ほか]著 同成社 2001年

1985 看護のための精神医学 ４自然科学 中井久夫 医学書院 2001年

1986 アルツハイマ－型痴呆の画像診断 ４自然科学 西村恒彦 メジカルビュ－社 2001年

1987 高次脳機能障害 ４自然科学 長谷川賢一 編著 建帛社 2001年

1988 図説運動器の機能解剖 ４自然科学 Rene Cailliet 著 医歯薬出版 2000年

1989 簡要神経学 第3版 ４自然科学 I.M.S.Wilkinson [著]
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2000年

1990 鍼灸臨床の科学 ４自然科学 西條一止 医歯薬出版 2000年

1991 神経心理学の挑戦 ４自然科学 山鳥重 医学書院 2000年

1992 自閉症―成人期にむけての準備 ４自然科学 パトリシア・ハウリン 著 ぶどう社 2000年

1993 摂食・嚥下障害 ４自然科学 Jeri A.Logemann 著 医歯薬出版 2000年

1994 ｢わがまま｣といわれる子どもたち ４自然科学 湯汲英史 [ほか]著 鈴木出版 2000年

1995 ADHD(注意欠陥多動性障害)の子どもたち ４自然科学 マ－ク・セリコウィッツ 著 金剛出版 2000年

1996 神経局在診断 改訂第4版 ４自然科学 Peter Duus [著] 文光堂 1999年

1997 こころの科学 ４自然科学 安西信雄 日本評論社 1999年

1998 自閉症 ４自然科学 中根晃 編 日本評論社 1999年

1999 生物を知るための生化学 ４自然科学 池北雅彦 [ほか]著 丸善 1999年

2000 災害とトラウマ ４自然科学 こころのケアセンタ－ 編 みすず書房 1999年

2001 臨床のための筋病理 第3版 ４自然科学 埜中征哉 著 日本医事新報社 1999年

2002 変形性膝関節症の運動・生活ガイド 第2版 ４自然科学 杉岡洋一 日本医事新報社 1999年

2003 精神科養生のコツ ４自然科学 神田橋條治 著 岩崎学術出版社 1999年

2004 多動な子どもたちQ&A ４自然科学 石崎朝世 編著 鈴木出版 1999年

2005 分子生物学の基礎 第3版 ４自然科学 George M.Malacinski 東京化学同人 1999年

2006 筋ジストロフィ－はここまでわかった ４自然科学
厚生省精神・神経研究委託費筋ジスト
ロフィ－研究連絡協議会 編

医学書院 1999年

2007 咀嚼運動の生理学 ４自然科学 中村嘉男 著 医歯薬出版 1998年

2008 新耳鼻咽喉科学 第9版 ４自然科学 切替一郎 原著 南山堂 1998年

2009 脊椎・脊髄損傷 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 1998年

2010 リハビリテ－ション医学全書 第3版 ４自然科学 石川友衛 著 医歯薬出版 1998年

2011 リハビリテ－ション医学全書 増補 ４自然科学 砂原茂一 編 医歯薬出版 1998年

2012 精神疾患とパ－ソナリティ ４自然科学 ミシェル・フ－コ－ 著 筑摩書房 1997年

2013 自閉症の心の世界 ４自然科学 フランシス・ハッペ 著 星和書店 1997年
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2014 自閉症の才能開発 ４自然科学 テンプル・グランディン 著 学習研究社 1997年

2015 循環器疾患の理学療法 第2版 ４自然科学 奈須田鎮雄 [ほか]著 医歯薬出版 1997年

2016 新児童精神医学入門 ４自然科学 中根晃 著 金剛出版 1997年

2017 口蓋裂の言語臨床 ４自然科学 岡崎恵子 [ほか]著 医学書院 1997年

2018 口蓋裂の言語臨床 ４自然科学 岡崎恵子 [ほか]著 医学書院 1997年

2019 神経の再生と機能再建 ４自然科学 志水義房 [ほか]編 西村書店 1997年

2020 治療者はいかに自分自身を分析するか ４自然科学 E.メスナ－ [ほか]編 金剛出版 1996年

2021 分裂病を耕す ４自然科学 星野弘 著 星和書店 1996年

2022 自閉症とアスペルガ－症候群 ４自然科学 ウタ・フリス 編著 東京書籍 1996年

2023 臨床神経学の基礎 第3版 ４自然科学 Barbara F.Westmoreland [ほか]著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

1996年

2024 コメディカルの基礎生理学 ４自然科学 佐々木誠一 広川書店 1996年

2025 Q&A心理デ－タ解析 ４自然科学 服部環 福村出版 1996年

2026 Anderson's pathology /  10th ed. ４自然科学 edited by Ivan Damjanov Mosby, 1996年

2027 まんがバイオメカニクス ４自然科学 日本義肢装具学会 編 南江堂 1995年

2028 関節の生理学 ４自然科学 カパンディ 著 医歯薬出版 1995年

2029 落ち着きのない子どもたち ４自然科学 石崎朝世 [ほか]編著 鈴木出版 1995年

2030 サイコレオロジ－と咀嚼 ４自然科学 川端晶子 建帛社 1995年

2031 精神科診断面接のコツ 追補 ４自然科学 神田橋条治 著 岩崎学術出版社 1994年

2032 リハビリテ－ション基礎医学 第2版 ４自然科学 上田敏 [ほか]編 医学書院 1994年

2033 まんがバイオメカニクス ４自然科学 日本義肢装具学会 編 南江堂 1994年

2034 分裂病のはじまり ４自然科学 クラウス・コンラ－ト [著] 岩崎学術出版社 1994年

2035 男と女の進化論 ４自然科学 竹内久美子 著 新潮社 1994年

2036 臨床のための神経機能解剖学 ４自然科学 後藤文男 中外医学社 1992年

2037 自閉症の謎を解き明かす ４自然科学 ウタ・フリス 著 東京書籍 1991年

2038 行動的な生き方 ４自然科学 D.レイノルズ 著 創元社 1989年

2039 新生理科学大系 ４自然科学 星猛 医学書院 1989年

2040 リハビリテ－ション医学全書 第2版 ４自然科学 五味重春 編 医歯薬出版 1989年

2041 ルポ老人病棟 ４自然科学 大熊一夫 著 朝日新聞社 1988年

2042 自明性の喪失 ４自然科学 W.ブランケンブルグ 著 みすず書房 1978年

2043 狂気の歴史 ４自然科学 ミシェル・フ－コ－ [著] 新潮社 1975年

2044 臨床医学の誕生 ４自然科学 ミッシェル・フ－コ－ 著 みすず書房 1969年

2045 病める心の記録 ４自然科学 西丸四方 著 中央公論新社 1968年

2046 Anderson's pathology /  10th ed. ４自然科学 edited by Ivan Damjanov Mosby ー
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2047 公民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2003年

2048 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2003年

2049 これだけは知っておきたい脳画像診断 ４自然科学 松本健五 著 メディカ出版 2003年

2050 補聴器フィッティングの考え方 ４自然科学 小寺一興 著 診断と治療社 2003年

2051 脳血管障害の画像診断 ４自然科学 高橋昭喜 著 中外医学社 2003年

2052 補聴器Q&A より良いフィッティングのために ４自然科学 神崎 仁 「ほか」 編 金原出版 2001年

2053 画像診断クイックマスター ４自然科学 多田信平 著 日本医事新報社 2001年

2054 日本人体解剖学 （下巻)  改訂１９版 ４自然科学 金子丑之助  原著 南山堂 2000年

2055 失語の症候学 ４自然科学 相馬芳明 医学書院 2003年

2056 眼と精神 ４自然科学 彦坂興秀 医学書院 2003年

2057 脳卒中の最新画像診断 ４自然科学 齋藤孝次 編 メディカルトリビューン 2001年

2058 表情を解剖する ４自然科学 チャールズ･ベル 著 医学書院 2001年

2059 高次機能のブレインイメージング ４自然科学 川島隆太  著 医学書院 2002年

2060 記憶の神経心理学 ４自然科学 山鳥重 著 医学書院 2002年

2061 神経心理学の挑戦 ４自然科学 山鳥重 医学書院 2000年

2062 現代臨床精神医学  改訂第９版 ４自然科学 大熊輝雄 著 金原出版 2002年

2063 解剖学  改訂第１１版　第１巻 ４自然科学 小川県三ほか 金原出版 1982年

2064 解剖学  改訂第１１版　第３巻 ４自然科学 小川県三ほか 金原出版 1982年

2065 解剖学  改訂第１１版　第２巻 ４自然科学 平沢興原ほか 金原出版 1982年

2066 よくわかる内科 ４自然科学 福山祐三  著 金原出版 2001年

2067 標準生理学 Ⅱ  改訂第２版 ４自然科学 志賀健  著 金原出版 1993年

2068 標準生理学 Ⅰ ４自然科学 山本長三郎  著 金原出版 1991年

2069 脳神経外科ビジュアルノ－ト  改訂第２版 ４自然科学 久保田惺 著 金原出版 1999年

2070 気管食道科学用語解説集 ４自然科学 日本気管食道科学会 編 金原出版 2003年

2071 ナースのための新形成外科学 ４自然科学 鬼塚卓弥 著 金原出版 2002年

2072 嚥下のしくみと臨床 ４自然科学 丘村 煕 著 金原出版 2001年

2073 末梢神経損傷診療マニュアル ４自然科学 内西兼一郎  編著 金原出版 2000年

2074 健康増進マニュアル ４自然科学 板谷麻美  著 日本理学療法士協会 2003年

2075 健康増進マニュアル ４自然科学 板谷麻美  著 日本理学療法士協会 2003年

2076 整形外科疾患の理学療法  第2版 ４自然科学 安藤正志 編 有限会社  アイペック 2001年

2077 国試の達人：臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 有限会社 アイペック 1999年

2078 臨床運動学 第4版 ４自然科学 丸山仁司  編 有限会社 アイペック 1998年

2079 国試の達人：運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会 有限会社  アイペック 1995年
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2080 朝日福祉ガイドブック  自閉症の人たちを支援するということ ４自然科学 朝日新聞厚生文化事業団
朝日新聞厚生文化事業
団

2001年

2081 朝日福祉ガイドブック  自閉症の人たちを支援するということ ４自然科学 朝日新聞厚生文化事業団
朝日新聞厚生文化事業
団

2001年

2082 より良いコミュニケーションのために ４自然科学 東京都心身障害者福祉センター
東京都政策報道室都民
の声部情報

1995年

2083 理学療法用語集  第1版 ４自然科学 丸山 仁司  編 アイペック 2004年

2084 理学療法概論  第4版 ４自然科学 奈良 勲 編 医歯薬出版 2004年

2085 内科学 第2版 ４自然科学 大成 浄志  著 医学書院 2004年

2086 精神医学遍歴の旅路 ４自然科学 秋元波留夫 著 創造出版 2004年

2087 高次脳機能障害学 ４自然科学 石合純夫 著 医歯薬出版 2003年

2088 癒しの医療いたわりの介護 ４自然科学 碓井静照 著 ガリバ－プロダクツ 2003年

2089 LD(学習障害)・ADHD(注意欠陥多動性障害)は病気なのか？ ４自然科学 金澤治 [著] 講談社 2003年

2090 高次脳機能障害のグル－プゲ－ム集 ４自然科学 大塚裕一 金原出版 2003年

2091 失語症 ４自然科学 竹内愛子 [ほか]編 学苑社 2002年

2092 失語症周辺領域のコミュニケ－ション障害 ４自然科学 竹内愛子 [ほか]編 学苑社 2002年

2093 高次脳機能障害とリハビリテ－ション ４自然科学 千野直一 金原出版 2001年

2094 触診解剖アトラス―下肢 ４自然科学 セルジュ・ティクサ 著 医学書院 2001年

2095 標準外科学 第9版 ４自然科学 小柳仁 医学書院 2001年

2096 臨床神経学 ４自然科学 Robert C.Collins 著 金芳堂 2001年

2097 嚥下リハビリテ－ションと口腔ケア ４自然科学 藤島一郎 メヂカルフレンド社 2001年

2098 解剖生理学 ４自然科学 日野原重明 [ほか]著 医学書院 2001年

2099 口蓋裂 ４自然科学 岡崎恵子 [ほか]編 学苑社 1999年

2100 補聴器の選択と評価 ４自然科学 小寺一興 編 メジカルビュ－社 1996年

2101 患者管理のための脳神経外科学 改訂第3版 ４自然科学 森惟明 著 南江堂 1995年

2102 神中整形外科学 第21版 天児民和編　各論 ４自然科学 神中正一 [著] 南山堂 1990年

2103 神中整形外科学 第21版 天児民和編　総論 ４自然科学 神中正一 [著] 南山堂 1989年

2104 脳から心へ  心の進化の生物学 ４自然科学 G．M.エーデルマン 著 新曜社 1995年

2105 精神科リハビリテーション・ケースブック ４自然科学 野田文隆 医学書院 2003年

2106 精神科養正のコツ ４自然科学 神田橋條治 著 岩崎学術出版社 1999年

2107 知っていますか？ 精神障害者問題 一問一答 第３版 ４自然科学
「知っていますか？精神障害者問題 一
問１答』編集委員会 編

解放出版社 2004年

2108 精神科ビギナーズ・テキスト ４自然科学 精神看護出版 2004年

2109 メンタルケア ドラッグ＆治療ガイド 2004－05 ４自然科学 上島国利 編 メディカルドゥ 2003年

2110 「こころ」はどこで壊れるか ４自然科学 滝川一廣 著 洋泉社 2001年

2111 病いの語り ４自然科学 アーサー・クラインマン  著 誠信書房 1996年

2112 感染管理に関するガイドブック 改訂版 ４自然科学 社団法人 日本看護協会  編 日本看護協会 2004年
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2113 医療機関における老人看護領域の看護業務基準 ４自然科学 社団法人日本看護協会 編 日本看護協会 2004年

2114 臨床のための脳局所解剖学 ４自然科学 宜保浩彦 中外医学社 2000年

2115 ＰＴ・ＯＴのための統計学入門 ４自然科学 渡邉宗孝 三輪書店 1997年

2116 理学療法研究法 ４自然科学 内山靖  編 医学書院 2001年

2117 国試の達人：臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 有限会社 アイペック 2004年

2118 壊れた脳 生存する知 ４自然科学 山田 規畝子 野間 佐和子 2004年

2119 運動解剖生理学ワークブック 第1版 ４自然科学 丸山 仁司 編 有限会社 アイペック 2004年

2120 症状からみた神経内科ハンドブック ４自然科学 ケリ・Ｓ・レメル  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

2121 ベッドサイドでの反射の見方・考え方 ４自然科学 矢野 雄三 文光道 1999年

2122 言語聴覚士のための子どもの聴覚障害訓練ガイダンス ４自然科学 立石恒雄 医学書院 2004年

2123 神経心理学検査法 ４自然科学 O.スプリ－ン 創造出版 2004年

2124 失語症言語治療の理論と実際 第3版 ４自然科学 Roberta Chapey [編] 創造出版 2003年

2125 高次脳機能障害学 ４自然科学 石合純夫 著 医歯薬出版 2003年

2126 平静の心 新訂増補版 ４自然科学 オスラ－ [述] 医学書院 2003年

2127 やってみよう！記憶のリハビリ ４自然科学 中島恵子 著 ゴマブックス 2003年

2128 構音障害の臨床 ４自然科学 阿部雅子 著 金原出版 2003年

2129 ストップザドクハラ ４自然科学 土屋繁裕 著 扶桑社 2003年

2130 わかりやすい内科学 第2版 ４自然科学 井村裕夫 [ほか]編 文光堂 2003年

2131 神経系理学療法実践マニュアル ４自然科学 内山靖 文光堂 2003年

2132 教えて私の｢脳みそ｣のかたち ４自然科学 岡野高明 花風社 2002年

2133 歩き始めと歩行の分析 ４自然科学 江原義弘 医歯薬出版 2002年

2134 高次神経機能障害の臨床 ４自然科学 宇野彰 編著 新興医学出版社 2002年

2135 ドクタ－ハラスメント ４自然科学 土屋繁裕 著 扶桑社 2002年

2136 失語症 ４自然科学 竹内愛子 [ほか]編 学苑社 2002年

2137 高次神経機能障害の臨床はここまで変わった ４自然科学 宇野彰 医学書院 2002年

2138 嚥下障害Q&A ４自然科学 吉田哲二 責任編集 医薬ジャ－ナル社 2001年

2139 失語症のホ－ムケア ４自然科学 波多野和夫 編著 医歯薬出版 1999年

2140 脳が言葉を取り戻すとき ４自然科学 佐野洋子 日本放送出版協会 1998年

2141 姿勢と歩行の発達 ４自然科学 マ－ジョリ－・H.ウ－ラコット 大修館書店 1993年

2142 関節運動学的アプロ－チ ４自然科学 博田節夫 編 医歯薬出版 1990年

2143 関節運動学的アプロ－チ ４自然科学 博田節夫 編 医歯薬出版 1990年

2144 関節運動学的アプロ－チ ４自然科学 博田節夫 編 医歯薬出版 1990年

2145 関節運動学的アプロ－チ ４自然科学 博田節夫 編 医歯薬出版 1990年
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2146 脳の老化とぼけ ４自然科学 朝長正徳 著 紀伊国屋書店 1988年

2147 言語病理学診断法 改訂第2版 ４自然科学 Frederic L.Darley 協同医書出版社 1982年

2148 手と脳 ４自然科学 久保田競 著 紀伊国屋書店 1982年

2149 解剖生理学 ４自然科学 林正 健二 メディカ出版 2004年

2150 PT・OT 基礎から学ぶ内科学ノート ４自然科学 中島 雅美 編 医歯薬出版株式会社 2003年

2151 感覚の地図帳 ４自然科学 山内昭雄 講談社 2001年

2152 声の検査法 第2版　基礎編 ４自然科学 日本音声言語医学会 編 医歯薬出版 1994年

2153 声の検査法 第2版　臨床編 ４自然科学 日本音声言語医学会 編 医歯薬出版 1994年

2154 脳性運動障害児の発達指導 ４自然科学 ソフィア レビット  著
パシフィックサプライ株式
会社

1981年

2155 言語聴覚療法臨床マニュアル ４自然科学 日本言語療法士協会 編著 協同医書出版社 1992年

2156 国試の達人：理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 有限会社 アイペック 2004年

2157 国試の達人：臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 有限会社 アイペック 2004年

2158 国試の達人： 運動解剖生理学 編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 有限会社 アイペック 2004年

2159 摂食・嚥下障害の患者さんと家族のために 第2版 ４自然科学 西尾 正輝 インテルナ出版 2003年

2160 こどもの病気の地図帳 ４自然科学 鴨下 重彦 監修 講談社 2002年

2161 一般医学 ４自然科学 上田 敏 編 ミネルヴァ書房 2002年

2162 入門人体解剖学 改訂第４版 ４自然科学 藤田 恒夫 南江堂 1999年

2163 脳卒中の摂食・嚥下障害 第2版 ４自然科学 藤島 一郎 医歯薬出版 1998年

2164 健康の地図帳 ４自然科学 大久保 昭行 監修 講談社 1997年

2165 口唇裂・口蓋裂の基礎と臨床 ４自然科学 高橋 庄二郎 著 日本歯科評論社 1996年

2166 リハビリテーション医学大辞典 ４自然科学 上田 敏 医歯薬出版 1996年

2167 リハビリテーションを考える ４自然科学 上田 敏  編 青木書店 1983年

2168 わかりやすい公衆衛生学 ４自然科学 竹田美文・安達修一「ほか」 編 三共出版 2004年

2169 神経生理学的治療法の理論と実際 ４自然科学 マルグレッド・フェルトカムプ  編著
株式会社ブラザー・ジョル
ダン社

1985年

2170 障害児のための発達療法 ４自然科学 ソフィー・レビット  著
株式会社ブラザー・ジョル
ダン社

1985年

2171 障害児のための発達療法 ４自然科学 ソフィー・レビット  著
株式会社ブラザー・ジョル
ダン社

1985年

2172 脳性運動障害児の発達指導 ４自然科学 ソフィア・レビット  著
パシフィックサプライ株式
会社

1981年

2173 発話メカニズムの解剖と生理 ４自然科学 ＪＯＥＬ Ｃ. ＫＡＨＡＮＥ  著 インテルナ出版 1998年

2174 発話メカニズムの解剖と生理 ４自然科学 ＪＯＥＬ Ｃ. ＫＡＨＡＮＥ  著 インテルナ出版 1998年

2175 音のなんでも小辞典 ４自然科学 日本音響学会  編 講談社 1996年

2176 失語症の人と話そう ４自然科学
地域ＳＴ連絡会 失語症会話パートナー
養成部会 編

中央法規出版 2004年

2177 「障害児なんだ、うちの子」って言えた、おやじたち ４自然科学 町田おやじの会  著 ぶどう社 2004年

2178 失語症者，言語聴覚士になる ４自然科学 平澤哲哉  著 雲母書房 2003年
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2179 失語症をもって生きる ４自然科学 スージー・パー 「ほか」  著 筒井書房 1998年

2180 音入門 ４自然科学 チャールズ・Ｅ・スピークス  著 海文堂出版 2002年

2181 音声障害の臨床 ４自然科学 廣瀬肇 著 インテルナ出版 1998年

2182 音 ４自然科学 鈴木智恵子  著 海游社 1996年

2183 医療系療法士をめざす本 ４自然科学 コンデックス情報研究所 編著 成美堂出版 2004年

2184 言語聴覚療法臨床マニュアル 改訂第2版 ４自然科学 平野哲雄 [ほか]編集 協同医書出版社 2004年

2185 ケアとしての死化粧 ４自然科学 小林光恵 編著 日本看護協会出版会 2004年

2186 リハビリテ－ションの思想 第2版増補版 ４自然科学 上田敏 著 医学書院 2004年

2187 痴呆老人が創造する世界 ４自然科学 阿保順子 著 岩波書店 2004年

2188 言語聴覚士をめざすひとのために ４自然科学 夏目長門 ネオ・メディク 2003年

2189 言語聴覚士・視能訓練士・義肢装具士になるには ４自然科学 小松富美子 著 ぺりかん社 2003年

2190 図解PubMedの使い方 第2版 ４自然科学 阿部信一 日本医学図書館協会 2003年

2191 がんばらない ４自然科学 鎌田實 著 集英社 2003年

2192 好きになる解剖学 ４自然科学 竹内修二 著 講談社 2003年

2193 好きになる解剖学 ４自然科学 竹内修二 著 講談社 2003年

2194 現代臨床精神医学 改訂第9版増補 ４自然科学 大熊輝雄 著 金原出版 2003年

2195 小児リハビリテ－ションのための神経と発達の診かた ４自然科学 前川喜平 著 新興医学出版社 2002年

2196 語りかける身体 ４自然科学 西村ユミ 著 ゆみる出版 2001年

2197 高齢者の｢こころ｣事典 ４自然科学 井上勝也 [ほか]編 中央法規出版 2000年

2198 ようこそダウン症の赤ちゃん ４自然科学 日本ダウン症協会 編著 三省堂 1999年

2199 ベッドサイドでの反射の見方・考え方 ４自然科学 矢野 雄三 文光道 1999年

2200 ベッドサイドでの反射の見方・考え方 ４自然科学 矢野 雄三 文光道 1999年

2201 わかりやすい解剖・生理学 新版 ４自然科学 新島迪夫 著 鳳山社 1994年

2202 発達からみた脳性運動障害の治療 ４自然科学 中島雅之輔 著 新興医学出版社 1992年

2203 汗をかきかきレジデント ４自然科学 野田文隆 著 星和書店 1991年

2204 からだの地図帳 ４自然科学 講談社 編 講談社 1989年

2205 からだの地図帳 ４自然科学 講談社 編 講談社 1989年

2206 関節の生理学 第2版 ４自然科学 カパンディ 著 医歯薬出版 1988年

2207 ケアの本質 ４自然科学 ミルトン・メイヤロフ 著 ゆみる出版 1987年

2208 関節の生理学 ４自然科学 カパンディ 著 医歯薬出版 1986年

2209 理学療法・作業療法のための神経生理学プログラム演習 ４自然科学 Marylou R.Barnes [ほか]著 医歯薬出版 1983年

2210 症状からみた神経内科ハンドブック ４自然科学 ケリ・Ｓ・レメル  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

2211 症状からみた神経内科ハンドブック ４自然科学 ケリ・Ｓ・レメル  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年
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2212 優生学と人間社会 ４自然科学 米本昌平 「ほか」 著 講談社 2000年

2213 基礎・臨床解剖学 脊柱 背髄 自律神経 ４自然科学 G･D･クレーマー  著 エンタプライズ株式会社 2000年

2214 神経筋疾患の評価とマネジメントガイド ４自然科学 John R Bach  著 診断と治療社 1999年

2215 ルポルタージュ 出生前診断 ４自然科学 坂井律子  著 日本放送出版協会 1999年

2216 カプラン臨床精神医学テキスト ４自然科学 ハロルド・I.カプラン
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

1996年

2217 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第１０巻  足部・足関節 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2218 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第２巻切断術 感染症 腫瘍 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2219 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第４巻小児の神経障害／小児の骨折・脱臼 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2220 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第5巻 脊椎 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2221 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第8巻　末梢神経損傷 マイクロサージャリ－ ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2222 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第9巻  手 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2223
キャンベル整形外科手術書 原著第10版 第3巻　非外傷性軟部組織疾患・先天異常・
骨軟骨症

４自然科学 S,テリー・カナリ 原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2224 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2004年

2225 理学療法・作業療法のための神経生理学プログラム演習 ４自然科学 Marylou R.Barnes [ほか]著 医歯薬出版 1983年

2226 徴候・記憶・外傷 ４自然科学 中井久夫  著 みすず書房 2004年

2227 発達からみた脳性運動障害の治療 ４自然科学 中島雅之輔 著 新興医学出版社 1992年

2228 標準整形外科学 ４自然科学 鳥巣岳彦 [ほか]編 医学書院 2002年

2229 セラピストの物語・物語のセラピスト ４自然科学 小森康永  編著 日本評論者 2003年

2230 目で見る脳とこころ ４自然科学 松澤大樹  編著 日本放送出版会 2003年

2231 実験動作学 ４自然科学 成瀬悟策  編 至文堂 2000年

2232 自己コントロール法 ４自然科学 成清悟策  著 誠信書房 1988年

2233 エビデンス・ベースト・カウンセリング 「現代のエスプリ」別冊 ４自然科学 内山喜久雄  編 至文堂 2004年

2234 DSM－IV－TRケースブック ４自然科学 Robert L. Spitzer 「ほか」  著 医学書院 2003年

2235 DSM－IV－TRケースブック ４自然科学 Robert L. Spitzer 「ほか」  著 医学書院 2003年

2236 カラ－図解神経の解剖と生理 ４自然科学 Ben Greenstein
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2001年

2237 脳は絵をどのように理解するか ４自然科学 ロバート・Ｌ・ソルソ  著 新曜社 1997年

2238 障害児の発達とポジショニング指導 ４自然科学 高橋純  編著 ぶどう社 1986年

2239 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第７巻  骨折と脱臼 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2240 Newエッセンシャル産科学・婦人科学 ４自然科学 池之上克「ほか」 編 医歯薬出版 2004年

2241 乳幼児健診における境界児の診かたとケアのしかた ４自然科学 前川喜平 編著 診断と治療社 1997年

2242 救急医学 ４自然科学 龍 健治「ほか」 編著 新興医学出版社 2002年

2243 臨床動作学基礎 ４自然科学 成瀬悟策  著 学苑社 1995年

2244 イメージの時代 ４自然科学 成瀬悟策  著 誠信書房 1988年
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2245 腰痛を防ぐらくらく動作介助マニュアル ４自然科学 山本康稔  著 医学書院 2003年

2246 脳卒中の最新画像診断 ４自然科学 齋藤孝次 編 メディカルトリビュ－ン 2001年

2247 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 第6巻 スポーツ医学／関節鏡 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2004年

2248 よくわかる摂食・嚥下のメカニズム ４自然科学 山田 好秋 著 医歯薬出版 2004年

2249 シンプル生理学  改訂第4版 ４自然科学 貴邑 冨久子 南江堂 2003年

2250 イラストでまなぶ解剖学 ４自然科学 松村 譲皃  著 医学書院 1999年

2251 これからの脳卒中リハビリテーション ４自然科学 浜村 明徳  監修 青梅社 2004年

2252 保健と医療の人類学 ４自然科学
A．ハルドン／Ｓ．ファン・デル・ヘースト
他

世界思想社 2004年

2253 これからのリハビリテーションのあり方 ４自然科学 澤村 誠志  監修 青梅社 2004年

2254 これからのリハビリテーションのあり方 ４自然科学 澤村 誠志  監修 青梅社 2004年

2255 ゲーム脳の恐怖 ４自然科学 森 昭雄  著 日本放送出版協会 2002年

2256 ヒトはなぜことばを使えるか ４自然科学 山鳥  重  著 講談社 1998年

2257 よくわかるオージオグラム ４自然科学 立木 孝 金原出版 2003年

2258 脳  回路網のなかの精神 ４自然科学 M・シュピッツァー 著 新曜社 2001年

2259 回復期リハビリテーション病棟 ４自然科学
日本リハビリテーション病院・施設協会/
全国回復期リハビリテーション病棟連絡
協議会

日本リハビリテーション病
院・施設協会

2003年

2260 アリストテレス 心とは何か ４自然科学 桑子敏夫 訳 講談社 1999年

2261 やさしいPDPモデルの話 ４自然科学 守 一雄  著 新曜社 1996年

2262 アクト・オブ・ケアリング ４自然科学 シスター・M・シモーヌ・ローチ  著 ゆみる出版 1996年

2263 ICF 国際生活機能分類 ４自然科学 障害者福祉研究会 編 中央法規出版 2002年

2264 痴呆ケアにおける社会資源 ４自然科学 日本痴呆ケア学会  編 ワールドプランニング 2004年

2265 痴呆ケアの実際Ⅱ：各論 ４自然科学 日本痴呆ケア学会  編 ワールドプランニング 2004年

2266 痴呆ケアの実際Ⅰ：総論 ４自然科学 日本痴呆ケア学会  編 ワールドプランニング 2004年

2267 痴呆ケアの基礎 ４自然科学 日本痴呆ケア学会  編 ワールドプランニング 2004年

2268 施設介護の実践とその評価 ４自然科学 長嶋紀一 ワールドプランニング 1998年

2269 サクセスフル・エイジング ４自然科学 東京都老人総合研究所  編 ワールドプランニング 1998年

2270 人と人との間 ４自然科学 木村  敏  著 弘文堂 1972年

2271 治療者はいかに自分自身を分析するか ４自然科学 E・メスナー 「ほか」偏 金剛出版 1996年

2272 時間と自己 ４自然科学 木村 敏  著 中央公論新社 1982年

2273 失語症 ４自然科学 小薗真知子  著 熊本日日新聞社 2004年

2274 みんなで学アスペルガ－症候群と高機能自閉症 ４自然科学 S・オゾノフ 「ほか」 著 星和書店 2004年

2275 レクリエーション  改訂第２版 ４自然科学 中村春基 三輪書店 2004年

2276 高齢者のための知的機能検査の手引き ４自然科学 大塚俊男 偏 ワールドプランニング 1991年

2277 リハビリテ－ション医学全書 ４自然科学 砂原茂一 編 医歯薬出版 2001年
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2278 「いのちの言葉」響かせて ４自然科学 林 耕司  著 筒井書房 2004年

2279 知覚と認知 ４自然科学 八木昭宏  著 培風館 1997年

2280 医療系療法士をめざす本 ４自然科学 コンデックス情報研究所 編著 成美堂出版 2004年

2281 変わるべき「医」のために ４自然科学 後藤修司  著 健康ジャーナル社 1940年

2282 ベッドサイド神経学的検査法 ４自然科学 Howard S. Barrows  著 南江堂 1984年

2283 身体障害者手帳診断書作成マニュアル ４自然科学 日本整形外科学会  偏 金原出版 1995年

2284 作業療法 第20巻 特別2号 通巻97号 ４自然科学 日本作業療法士協会 白書委員会  偏 共同医書出版社 2001年

2285 リスクマネジメント ４自然科学 村上陽一郎「ほか」  著 医療科学社 2002年

2286 種の起源 改訂 （上） ４自然科学 チャ－ルズ・ダ－ウイン  著 岩波書店 2004年

2287 種の起源 改訂  〈下） ４自然科学 チャ-ルズ・ダーウィン  著 岩波書店 2004年

2288 ベッドサイドの神経心理学 ４自然科学 武田克彦  著 中外医学社 1998年

2289 Ｏｒｔｈｏｐｅｄｉｃ Ｐｈｙｓｉｃａｌ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ ４ＴＨ ＰＫＧ ＨＲＤ ４自然科学 Ｄａｖｉｄ Ｊ. Ｍａｇｅｅ  著 ＳＡＵＮＤＥＲＳ 2002年

2290 ＧＡＩＴ ＡＮＡＬＹＳＩＳ：Ｎｏｒｍａｌ ａｎｄ Ｐａｔｈｏｌｏｇｉｃａｌ Ｆｕｎｃｔｉｏｎ ４自然科学 Ｊａｃｑｕｅｌｉｎ Ｐｅｒｒｙ  著 ＳＬＡＣＫ ＩＮＣ 1992年

2291 改訂版 看護のための薬事典 ４自然科学 石橋 晃ほか  編集代表 中央法規出版 2005年

2292 Ｏｒｔｈｏｐｅｄｉｃ Ｐｈｙｓｉｃａｌ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ 3ＴＨ ＰＫＧ ＨＲＤ ４自然科学 Ｄａｖｉｄ Ｊ. Ｍａｇｅｅ  著 ＳＡＵＮＤＥＲＳ 1997年

2293 キャンベル整形外科手術書 原著第１０版 総目次 総索引 ４自然科学 S，テリー・カナリ原著編集
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2005年

2294 細胞の分子生物学 ４自然科学 Bruce Albertsほか ㈱ニュートンプレス 2004年

2295 神経心理学を理解するための10章 ４自然科学 田川皓一  編著 新興医学出版社 2004年

2296 臨床神経心理学 ４自然科学 ヴォルフガング・ハージ  著 文光堂 2004年

2297 神経心理学を学ぶ人のための基礎神経学 ４自然科学 Russell. J  著 西村書店 2002年

2298 頭頸部のCT・MRI ４自然科学 多田信平  編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2002年

2299 新版 よくわかる脳MRI ４自然科学 青木茂樹  編著 秀潤社 1998年

2300 高次脳機能検査の解釈課程 ４自然科学 Charles J．Ｇｏｌｄｅｎ 著 協同医書出版社 2004年

2301 見て診て学ぶ痴呆の画像診断 ４自然科学 松田博史 著 永井書店 2004年

2302 味覚障害と臨床のQ＆A ４自然科学 齋藤武久  著 金原出版 2004年

2303 口の体操グループゲーム集 ４自然科学 大塚裕一 著 金原出版 2004年

2304 新生児フォローアップガイド ４自然科学 長谷川功 著 診断と治療社 2003年

2305 ベッドサイドの小児神経の診かた 改訂２版 ４自然科学 鴨下重彦 著 南山堂 2003年

2306 発声障害外来 ４自然科学 小宮山荘太郎 編 メジカルビュー社 2000年

2307 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2005年

2308 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2005年

2309 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2005年

2310 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2005年
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2311 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2005年

2312 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2005年

2313 理学療法概論  第４版 ４自然科学 理学療法科学学会  監修 アイペック 2005年

2314 理学療法概論  第４版 ４自然科学 理学療法科学学会  監修 アイペック 2005年

2315 壊れた脳を生存する知 ４自然科学 山田 規畝子 著 講談社 2004年

2316 ひきこもりカレンダー ４自然科学 勝山実 著 文芸ネスコ 2001年

2317 眼窩・耳鼻咽喉・口腔領域のMRI ４自然科学 小玉 隆男 著 メジカルビュー社 2004年

2318 嚥下障害食のつくりかた  改訂新版 ４自然科学 藤谷 順子 著 株式会社 日本医療企画 2004年

2319 嚥下障害への対応と危機管理 ４自然科学 大井 久美子 著 財団法人 口腔保健協会 2003年

2320 小児科学・新生児学テキスト ４自然科学 阿部 敏明 著 株式会社 診断と治療社 2003年

2321 嚥下障害の内視鏡検査と治療 ４自然科学 Susan E. Langmore  編著 医歯薬出版株式会社 2002年

2322 高齢者の摂食嚥下障害ケアマニュアル ４自然科学 名倉 博史 著
株式会社メジカルビュー
社

1999年

2323 医療・介護・福祉の個人情報保護ガイド ４自然科学 日本厚生協会出版部 編 日本厚生協会出版部 2005年

2324 教職・保育現場で役に立つ小児精神神経学 ４自然科学 古荘純一 著 日本小児医事出版社 2004年

2325 脳と心の調和に向って ４自然科学 浅井邦彦 著 哲学書房 2004年

2326 緊急事態ストレス・PTSD対応マニュアル ４自然科学 J・T・ミッチェル 著 金剛出版 2003年

2327 切断と義肢 ４自然科学 澤村誠志 著 医歯薬出版 2005年

2328 カラーで学べる病理学整理ノート ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2004年

2329 カラーで学べる病理学整理ノート ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2004年

2330 カラーで学べる病理学整理ノート ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2004年

2331 人体解剖学 ４自然科学 藤田 恒太郎  著 株式会社 南江堂 2003年

2332 医薬必修 生化学 ４自然科学 伊東 晃  編 株式会社 廣川書店 2002年

2333 日常生活活動(動作) ４自然科学 土屋弘吉 [ほか]編 医歯薬出版 1992年

2334 高次脳機能障害者とディサービス ４自然科学
身体障害者ディサービスセンターふらっ
と  編

医歯薬出版 2005年

2335 理学療法評価学 新版 ４自然科学 岩倉博光  監修 金原出版 2001年

2336 精神医学ハンドブック ４自然科学 山下格 著 日本評論社 2005年

2337 神経内科で診る病気 ４自然科学 荒木淑郎 著 日本放送出版協会 2001年

2338 現代の抑うつ ４自然科学 風祭元 編 日本評論社 2000年

2339 分裂病の回復と養生 ４自然科学 中井久夫 星和書店 2000年

2340 解剖学 第8版 ４自然科学 清木勘治 著 金芳堂 2001年

2341 日本人体解剖学 （上巻） 改訂１９版 ４自然科学 金子丑之助  原著 南山堂 2000年

2342 ICD－10精神および行動の障害 ４自然科学 World Health Organization [編] 医学書院 2005年

2343 整形外科で治せない腰痛・ヘルニアを治す！ ４自然科学 酒井和彦 著 現代書林 2005年
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2344 PT・OT 基礎から学ぶ内科学ノート ４自然科学 中島 雅美 編 医歯薬出版株式会社 2003年

2345 運動生理学 ４自然科学 岸恭一 講談社 1999年

2346 関節可動域測定法 改訂第2版 ４自然科学 Cynthia C.Norkin 協同医書出版社 2005年

2347 発達障害と作業療法 ４自然科学 鎌倉矩子 [ほか]編 三輪書店 2004年

2348 発達障害と作業療法 ４自然科学 鎌倉矩子 [ほか]編 三輪書店 2004年

2349 生活習慣病とその治療薬 ４自然科学 橘敏也 著 じほう 2001年

2350 理学療法のとらえかた ４自然科学 奈良勲 編 文光堂 2001年

2351 子どもの発達のみかたと支援 ４自然科学 上田礼子 編著 中外医学社 2001年

2352 脳血管障害の臨床 ４自然科学 福内靖男 [ほか]監修・編 日本医師会 2001年

2353 これだけは知っておきたい疾病のなりたち ４自然科学 井上泰 訳 医学書院 2000年

2354 言語聴覚士の音響学入門 ４自然科学 吉田友敬 著 海文堂 2005年

2355 読み方つき医学・看護略語辞典 ４自然科学 宮城征四郎｢ほか｣編 南江堂 2005年

2356 言語の脳科学 ４自然科学 酒井邦嘉 著 中央公論新社 2005年

2357 口の体操グループゲーム集 ４自然科学 大塚裕一 著 金原出版 2004年

2358 口の体操グループゲーム集 ４自然科学 大塚裕一 著 金原出版 2004年

2359 認知障害のリハビリテーション ４自然科学 Rodger LI．Wood 著 医歯薬出版 1998年

2360 持って歩くGI値 ４自然科学 西東社 2002年

2361 専門医がやさしく教える自律神経失調症 ４自然科学 小川志郎 著 PHP研究所 2001年

2362
血流障害脳卒中・脳梗塞・心筋梗塞劇的に効く基礎健康食品乳酸菌BG16&GMT-
SOD様エキス

４自然科学 岡本丈 著 現代書林 2000年

2363 ｢うつ｣を治す ４自然科学 大野裕 著 PHP研究所 2000年

2364 軽症うつ ４自然科学 坪井康次 著 法研 2000年

2365 医療・福祉現場のための目標設定型上下肢・言語グループ課題集 ４自然科学 小田柿誠二 著 医学書院 2005年

2366 医療・福祉現場のための目標設定型上下肢・言語グループ課題集 ４自然科学 小田柿誠二 著 医学書院 2005年

2367 神経生物学入門 ４自然科学 工藤佳久 著 朝倉書店 2005年

2368 はじめての精神科 ４自然科学 春日武彦 著 医学書院 2005年

2369 新・徒手筋力検査法 ４自然科学 Ｈｅｌｅｎ Ｊ．Ｈｉｓｌｏｐ 協同医書出版社 2005年

2370 姿勢と動作 新版 ４自然科学 齋藤宏 [ほか]著 メヂカルフレンド社 2005年

2371 わかりやすい解剖・生理学 新版 ４自然科学 新島迪夫 著 鳳山社 2005年

2372 こどもの感染症ハンドブック 第2版 ４自然科学 脇口宏 編 医学書院 2004年

2373 こどもの感染症ハンドブック 第2版 ４自然科学 脇口宏 編 医学書院 2004年

2374 こどもの感染症ハンドブック 第2版 ４自然科学 脇口宏 編 医学書院 2004年

2375 痴呆介護の一〇〇箇条 ４自然科学 斎藤正彦 著 ワ－ルドプランニング 2002年

2376 脳血管障害の臨床 ４自然科学 福内靖男 [ほか]監修・編 日本医師会 2001年
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2377 骨と関節の不思議 ４自然科学 今井望 著 東海大学出版会 2000年

2378 精神保健学 ４自然科学 鈴木英鷹 著 清風堂書店出版部 2005年

2379 拒食症・過食症とは ４自然科学 生野照子 芽ばえ社 2002年

2380 精神治療における音楽療法をめぐって ４自然科学 村井靖児 著 音楽之友社 2001年

2381 娘の拒食症をこうして治した！ ４自然科学 麻生洋子 著 第三文明社 2001年

2382 自律神経失調症から元気になる方法 ４自然科学 税所弘 著 三五館 2001年

2383 手 ４自然科学 チャールズ･ベル  著 医学書院 2005年

2384 これだけは知っておこう肩の診かた治しかた ４自然科学
昭和大学藤が丘リハビリテーション病院 
 編

メジカルビュー社 2005年

2385 PT・OT 基礎から学ぶ病理学ノート ４自然科学 中島 雅美 編 医歯薬出版株式会社 2004年

2386 記憶の神経心理学 ４自然科学 山鳥 重  著 医学書院 2003年

2387 集中治療とclinical engineering ４自然科学 渡辺敏 編 総合医学社 1999年

2388 過食と女性の心理 ４自然科学 マ－リン・ボスキン－ホワイト 星和書店 1991年

2389 新しい解剖生理学 改訂第11版 ４自然科学 山本敏行 [ほか]共著 南江堂 2005年

2390 言語と脳 ４自然科学 Ｌ．.Ｋ.．オブラー 新曜社 2004年

2391 保健医療職のための伝える技術伝わる技術 ４自然科学 Ｐｈｉｌｉｐ Ｂｕｒｎａｒｄ  著 医学書院 2005年

2392 病んだ家族.散乱した室内 ４自然科学 春日武彦  著 医学書院 2005年

2393 何をやっても癒されない ４自然科学 春日 武彦  著 角川書店 2003年

2394 よくわかる失語症と高次脳機能障害 ４自然科学 鹿島晴雄  編 永井書店 2003年

2395 ＰＴ・ＯＴのための脳画像のみかたと神経所見 ４自然科学 森 惟明 著 医学書院 2004年

2396 老年学 ４自然科学 大内尉義  編 医学書院 2005年

2397 老年学 ４自然科学 大内尉義  編 医学書院 2005年

2398 老年学 ４自然科学 大内尉義  編 医学書院 2005年

2399 国試の達人：理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 有限会社 アイペック 2004年

2400 国試の達人：臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 有限会社 アイペック 2004年

2401 内科学 第2版 ４自然科学 大成 浄志  著 医学書院 2004年

2402 わかりやすい生化学 第３版 ４自然科学 石黒 伊三雄  監修 ヌーヴェルヒロカワ 2003年

2403 現代臨床精神医学 改訂第9版増補 ４自然科学 大熊輝雄 著 金原出版 2003年

2404 医薬必修 生化学 ４自然科学 伊東 晃 廣川書店 2002年

2405 医薬必修 生化学 ４自然科学 伊東 晃 廣川書店 2002年

2406 医薬必修 生化学 ４自然科学 伊東 晃 廣川書店 2002年

2407 標準理学療法学  物理療法学 ４自然科学 網本和 編 医学書院 2001年

2408 理学療法ハンドブック 改訂第3版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2000年

2409 理学療法ハンドブック 改訂第3版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2000年
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2410 物理療法 ４自然科学 篠原英記 三輪書店 2000年

2411 理学療法ハンドブック 改訂第3版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2000年

2412 図解関節・運動器の機能解剖 ４自然科学 J.Castaing [ほか]共著 協同医書出版社 1986年

2413 骨格筋の形と触察法 ４自然科学 河上敬介 大峰閣 2004年

2414 理学療法概論  第4版 ４自然科学 奈良 勲 編 医歯薬出版 2004年

2415 生化学 ４自然科学 鈴木 紘一  編 株式会社 東京化学同人 1997年

2416 理学療法ハンドブック 改訂第2版 ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 1992年

2417 姿勢と動作 新版 ４自然科学 齋藤宏 メヂカルフレンド社 2005年

2418 高齢者の運動と行動変容 ４自然科学 Ｐａｔｒｉｃｉａ Ｍ Ｂｕｒｂａｎｋ． ブックハウス･エイチディ 2005年

2419 運動とタンパク質・遺伝子 ４自然科学 柳原 大 ナップ 2004年

2420 グッドマン・ギルマン薬理書 第10版 ４自然科学 グッドマン・ギルマン著 廣川書店 2003年

2421 生化学，生理学からみた骨格筋に対するトレーニング効果[第２版] ４自然科学 山田茂 ナップ 2003年

2422 グッドマン・ギルマン薬理書 第10版 ４自然科学 グッドマン・ギルマン著 廣川書店 2003年

2423 よくわかる病理学 ４自然科学 小田島粛夫 編 金原出版 1997年

2424 手で診るリウマチ ４自然科学 上野征夫  著 医学書院出版サービス 2005年

2425 ＰＴ・ＯＴのための脳画像のみかたと神経所見 ４自然科学 森 惟明 著 医学書院 2004年

2426 ケ－ススタディ運動療法 ４自然科学 坂本静男 編著 杏林書院 2000年

2427 慢性疾患を有する人への運動指導テキスト ４自然科学 坂本雅昭 ナップ 2004年

2428 整形外科のクリティカルパス ４自然科学 佛淵孝夫 医学書院 2003年

2429 リハビリテーション評価ガイドブック ４自然科学 望月久 監訳 有限会社ナップ 2004年

2430 好きになる人間生物学 ４自然科学 吉田邦久  著 講談社 2004年

2431 ヒトの動きの神経科学 ４自然科学 Ｃｈａｒｌｅｓ Ｔ． Ｌｅｏｎａｒｄ  著 市村出版 2002年

2432 脳百話 ４自然科学 松村道一 市村出版 2003年

2433 入門 運動神経生理学 ４自然科学 矢部京之助 市村出版 2003年

2434 老年期痴呆の克服をめざして ４自然科学 柳澤信夫 監修 医学書院 2005年

2435 身体活動科学における研究方法 ４自然科学 Jerry R.Thomas 著 ナップ 2004年

2436 運動生化学ハンドブック ４自然科学 Michael E.Houston 著 ナップ 2004年

2437 CKCエクササイズ ４自然科学 山本利春 ナップ 2003年

2438 リハビリテーション医学白書 ４自然科学 日本リハビリテーション医学会 監修 医学書院 2003年

2439 処方がわかる医療薬理学2004-2005 ４自然科学 中原保裕 著 学習研究社 2004年

2440 分子の目でみた骨格筋の疲労 ４自然科学 吉岡利忠 監修 ナップ 2003年

2441 体温 ４自然科学 平田耕造 ナップ 2002年

2442 運動嫌いでもできる糖尿病の人のためのエクササイズ・ブック ４自然科学 小室史恵 訳 ナップ 2002年
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2443 運動の神経科学 ４自然科学 西野仁雄 ナップ 2000年

2444 高所 ４自然科学 宮村実晴 編著 ナップ 2000年

2445 心疾患のスポーツリハビリテーション ４自然科学 Ｐａｕｌ Ｓ． Ｆａｒｄｙ「ほか」  著 ナップ 2000年

2446 成人病の治療と予防の基礎と実際 ４自然科学 体育科学センター 編 杏林書院 1993年

2447 臨床に役立つ生体の観察 ４自然科学 星野一正  著 医歯薬出版 1987年

2448 理学療法士・作業療法士ブルー・ノート 基礎編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2449 運動とホルモン ４自然科学 井澤鉄也「ほか」  編 ナップ 2001年

2450 百寿者になろう ４自然科学 大野秀樹  著 ナップ 2004年

2451 ネッタ－医学図譜　筋骨格系Ⅰ ４自然科学 Ｆｒａｎｋ Ｈ． Ｎｅｔｔｅｒ，Ｍ．Ｄ．  著 丸善 2005年

2452 ネッタ－医学図譜　筋骨格系II ４自然科学 Ｆｒａｎｋ Ｈ． Ｎｅｔｔｅｒ，Ｍ．Ｄ．  著 丸善 2005年

2453 命を狙う口の中のバイキン ４自然科学 奥田克爾  著 一世出版 2004年

2454 運動と循環  研究の現状と課題 ４自然科学 加賀谷淳子「ほか」  編著 ナップ 2001年

2455 運動と生体諸機能  適応と可逆性 ４自然科学 森谷敏夫  著 ナップ 1999年

2456 リハビリテーションシークレット ４自然科学 Bryan J．O’Young 編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

2457 胃瘻PEGハンドブック ４自然科学 蟹江治郎 著 医学書院 2002年

2458 リハビリテーション医学 Q＆A ４自然科学 米本恭三 編者代表 医歯薬出版 2002年

2459 実習ＡＤＬ／ＡＰＤＬ 「学生のためのワークブック」 ４自然科学 原 知子 協同医書出版社 1999年

2460 MRI脳部位診断 ４自然科学 平山恵造 医学書院 1993年

2461 国試の達人： 運動解剖生理学 編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2005年

2462 国試の達人： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2005年

2463 国試の達人： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2005年

2464 国試の達人： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2005年

2465 国試の達人： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2005年

2466 国試の達人： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2005年

2467 リハビリテーションシークレット ４自然科学 Bryan J．O’Young 編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

2468 頭部外傷 ４自然科学 石田暉 編著 医歯薬出版 2005年

2469 ADL・IADL・QOL ４自然科学 千野直一 編 金原出版 2004年

2470 画像診断のための脳解剖と機能系 ４自然科学 H-Jクレッチマン 著 医学書院 1995年

2471 理学療法士・作業療法士のための急性期リハビリテーションハンドブック ４自然科学 ジェイム・Ｃ．パス 著 東京 2005年

2472 最新 包括的呼吸リハビリテーション ４自然科学 道免和久 メディカ出版 2003年

2473 スピーチ・リハビリテーション Ⅰ ４自然科学 西尾正輝  編著 インテルナ出版 2000年

2474 スピーチ・リハビリテーション 2 ４自然科学 西尾正輝  編著 インテルナ出版 2000年

2475 子どもの発達のみかたと支援 ４自然科学 上田礼子 編著 中外医学社 2001年
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2476 脳卒中患者の口腔ケア ４自然科学 植田耕一郎 著 医歯薬出版 1999年

2477 発達障害医学の進歩  Ｎｏ 16 ４自然科学 原仁 編 診断と治療社 2004年

2478 認知リハビリテーション2003 ４自然科学 認知リハビリテーション研究会 編 新興医学出版社 2003年

2479 認知リハビリテーション2002 ４自然科学 認知リハビ リテーション研究会 編 新興医学出版社 2003年

2480 摂食・嚥下リハビリテーションセミナー/講義録２ ４自然科学 金子芳洋 著 医学情報社 2002年

2481 摂食・嚥下リハビリテーションセミナー/講義録１ ４自然科学 金子芳洋  著 医学情報社 2001年

2482 乳幼児の摂食指導 ４自然科学 向井美恵 編著 医歯薬出版 2005年

2483 構音障害の指導技法 ４自然科学 湧井豊 著 学苑社 2004年

2484 子どもの摂食指導 ４自然科学 田角勝 診断と治療社 2003年

2485 図解 かみにくい・飲み込みにくい人の食事 ４自然科学 藤谷順子 監 主婦と生活社 2003年

2486 新版 小児の発達栄養行動 ４自然科学 二木武 編集者代表 医歯薬出版 2002年

2487 住宅介護の食事 症状別のレシピ58種 ４自然科学 山田明子 監修 朱鷺書房 2000年

2488 食事で気になる子の指導 ４自然科学 「現代と保育」編集部 編 ひとなる書房 1987年

2489 側音化構音の指導研究 ４自然科学 湧井豊 学苑社 1996年

2490 痴呆症の診断 ４自然科学 河野和彦 著 フジメディカル出版 2005年

2491 高次脳機能検査の解釈過程 ４自然科学 Charles J．Golden 協同医書出版社 2004年

2492 半側空間無視の診断と治療 ４自然科学 イアン・H・ロバートソン 診断と治療社 2004年

2493 １00歳の美しい脳 ４自然科学 デヴィット・スノウドン 著 DHC 2004年

2494 言語聴覚士のための新生児聴覚検査と早期リハビリテーションの手引き ４自然科学 学術研究部 小児聴覚小委員会 編 日本言語聴覚士協会 2004年

2495 WISC－Ⅲアセスメント事例集 ４自然科学 藤田和弘 日本文化科学社 2005年

2496 ＴＨＥ ＯＲＴＨＯＰＡＥＤＩＣ ＰＨＹＳＩＣＡＬ ＥＸＡＭ ４自然科学 Ｂｒｕｃｅ Ｒｅｉｄｅｒ  著 ＥＬＳＥＶＩＥＲ ＳＡＵＮＤＥ 1999年

2497 看護で役立つ口腔乾燥と口腔ケア ４自然科学 柿木保明 医歯薬出版 2005年

2498 地域リハビリテーション論 ４自然科学 大田仁史 編著 三輪書店 2005年

2499 家庭でできる高齢者ソフト食レシピ ４自然科学 黒田留美子 監修 河出書房新社 2003年

2500 ＣＲ別冊 高次脳機能障害のリハビリテーション ４自然科学 江藤文夫 編集代表 医歯薬出版 2004年

2501 ＰＴマニュアル  地域理学療法 ４自然科学 伊藤日出男 医歯薬出版 2002年

2502 食べる機能をうながす食事 ４自然科学 向井美恵  編著 医歯薬出版 1994年

2503 動作の意味論 ４自然科学 長崎 浩  著 雲母書房 2004年

2504 ＵＰ―第33巻 第5号 ４自然科学 五味文彦 編集代表 東京大学出版会 2004年

2505 アフォーダンス－新しい認知の理論 ４自然科学 佐々木正人  著 岩波書店 1994年

2506 ギブソン生態学的視覚論 ４自然科学 Ｊ．Ｊ．ギブソン  著 サイエンス社 1985年

2507 生命ある限り ４自然科学 E・キューブラーロス 著 産業図書 2004年

2508 ライフ・レッスン ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス 著 角川書店 2001年
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2509 ｢死の医学｣への日記 ４自然科学 柳田邦男 著 新潮社 1999年

2510 病と死の文化 ４自然科学 波平恵美子 著 朝日新聞社 1990年

2511 続 死ぬ瞬間  完全新訳改訂版 ４自然科学 エリザベス・キューブラ－・ロス  著 読売新聞社 1999年

2512 天使のおともだち ４自然科学 エリザベス・キューブラ－・ロス  著 日本教文社 1995年

2513 死後の真実 ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 日本教文社 1995年

2514 エイズ死ぬ瞬間 ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 読売新聞社 1991年

2515 新・死ぬ瞬間 ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 読売新聞社 1985年

2516 カプラン臨床精神医学ハンドブック ４自然科学 ベンジャミン・Ｊ．サドック
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

2517 DSM-4-TR精神疾患の分類と診断の手引　新訂版 ４自然科学 American Psychiatric Association [著] 医学書院 2005年

2518 ICD－10「精神・行動の障害｣マニュアル ４自然科学 中根允文 医学書院 1994年

2519 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2005年

2520 認知症の正しい理解と包括的医療・ケアのポイント ４自然科学 山口晴保「ほか」  編著 協同医書出版社 2005年

2521 ダギーへの手紙 ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 佼成出版社 1998年

2522 「死の医学」への序章 ４自然科学 柳田邦男  著 新潮社 1990年

2523 生命尽して ４自然科学 エリザベス，キューブラ，ロス  著 産業図書 1984年

2524 人生は廻る輪のように ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 角川文庫 2003年

2525 調査の実際 ４自然科学 林  文 朝倉書店 2002年

2526 死，それは成長の最終段階 ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 中央公論新社 2001年

2527 死ぬ瞬間 ４自然科学 エリザベス・キューブラー・ロス  著 中央公論新社 2001年

2528 やさしい精神医学 ４自然科学 西丸四方 南山堂 2004年

2529 身体活動科学における研究方法 ４自然科学 Jerry R.Thomas 著 ナップ 2004年

2530 切断と義肢 ４自然科学 澤村誠志 著 医歯薬出版 2005年

2531 これだけで十分コメディカルの医学概論 ４自然科学 北村定謙  監修 中外医学社 2001年

2532 新編 家畜比較解剖図説 ４自然科学 加藤嘉太郎 養賢堂 2003年

2533 現代リハビリテーション医学 ４自然科学 千野直一 編 金原出版 1999年

2534 家禽解剖カラーアトラス ４自然科学 J．Ｍｃｌｅｌｌａｎｄ 著 学窓社 1998年

2535 整理しやすい 新生理学 ４自然科学 七戸和博 メディカグローブ 1998年

2536 体表解剖学 ４自然科学 藤原知 編著 医歯薬出版 1983年

2537 リハビリテーション ４自然科学 砂原茂一 著 岩波書店 1980年

2538 シングル・ケース研究法 ４自然科学 岩本隆茂 勁草書房 1990年

2539 ナースのための摂食･嚥下障害ガイドブック ４自然科学 藤島一郎  著 中央法規出版 2005年

2540 上手に食べるために ４自然科学 金子芳洋 医歯薬出版 2005年

2541 評価法と対処法 ４自然科学 植松 宏  監修 医歯薬出版 2005年
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2542 認知症と食べる障害－食の評価・食の実践 ４自然科学 Jacqueline Kindell  著 医歯薬出版 2005年

2543 評価法と対処法 ４自然科学 植松 宏  監修 医歯薬出版 2005年

2544 NST実践マニュアル ４自然科学 東口高志  著 医歯薬出版 2005年

2545 補聴器ハンドブック ４自然科学 Harvey Dillon  原著 医歯薬出版 2004年

2546 記憶と脳 ４自然科学 久保田 競  編 サイエンス社 2002年

2547 カラー図解症状の基礎からわかる病態生理 ４自然科学 Stefan Silbernagl  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

2548 なぜ、｢あれ｣が思い出せなくなるのか ４自然科学 ダニエル・L・シャクター著 日経新聞社 2004年

2549 脳のメモ帳ワーキングメモリ ４自然科学 苧坂満里子著 新曜社 2002年

2550 脳にいどむ言語学 ４自然科学 萩原裕子著 岩波書店 1998年

2551 心にいどむ認知脳科学 ４自然科学 酒井邦嘉著 岩波書店 1997年

2552 ANATOMY TRAINS ４自然科学 THOMAS W. MYERS
CHURCHILL 
LIVINGSTONE

1995年

2553 Bａｓｉｃ Ｎｅｕｒｏｓｃｉｅｎｃｅ ４自然科学 Arthur C. Guyton 著 SAUNDERS 1992年

2554 ＬＡＢＯＲＡＴＯＲＹ ＡＴＬＡＳ ＯＦ ＡＮＡＴＯＭＹ ＡＮＤ ＰＨＹＳＩＯＬＯＧＹ ４自然科学 Douglas Ｊ．Ｅｄｅｒ  著 Ｍｏｓｂｙ ー

2555 Ｍｅｄｉｃａｌ Ｔｅｒｍｉｎｏｌｏｇｙ Ａ ＳHORT COURSE ４自然科学 Jeanne Wilke  著 ELSEVIER SAUNDERS ー

2556 精神科デイケアQ&A ４自然科学 日本デイケア学会  編 中央法規出版 2005年

2557 痴呆を生きる人とのコミュニケーション・マニュアル ４自然科学 マリー・ピエトロ じほう 2004年

2558 難聴Q&A ４自然科学 伊藤寿一 ミネルヴァ－書房 2005年

2559 PSYCHOKINESIOLOGY ４自然科学 AREXANDER S．HOLUB
BRIDGER HOUSE 
PUBLISHERS，IN

1999年

2560 APPLIED KINESIOLOGY ４自然科学 TOM，VALENTINE HEALING ARTS PRESS 1985年

2561 精神医学 ４自然科学 上野武治 編 医学書院 2004年

2562 精神医学 ４自然科学 上野武治 編 医学書院 2004年

2563 失語症の治療 ４自然科学 クロ-ド・ロベルジュ  監修 第三書房 1997年

2564 こころの病を生きる ４自然科学 佐野卓志 中央法規出版 2005年

2565 ルリヤ神経心理学の基礎 ４自然科学 鹿島晴雄  訳 創造出版 2003年

2566 新版 精神科ポケット辞典 資料付 ４自然科学 加藤正明「ほか」監修 弘文社 1997年

2567 改訂 心電図モニター ４自然科学 谷村仲一  著 へるす出版 2004年

2568 一目でわかる代謝 第2版 ４自然科学 J。Ｇ。Ｓａｌｗａｙ  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

2569 一目でわかる水電解質 ４自然科学 飯塚靖彦 著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2002年

2570 呼吸理学療法 ４自然科学 宮川哲夫 三輪書店 2005年

2571 運動生理学 ４自然科学 砂原茂一「ほか」 監修者代表 医歯薬出版 2004年

2572 運動機能障害症候群のマネジメント ４自然科学 Ｓｈｉｒｌｅｙ Ａ．Ｓａｈｒｍａｎｎ 著 医歯薬出版 2005年

2573 元気が出る患者学 ４自然科学 柳田邦男  著 新潮社 2003年

2574 あなたの患者になりたい ４自然科学 佐伯晴子  著 医学書院 2003年
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2575 リハビリテーション医学白書 ４自然科学 日本リハビリテーション医学会 監修 医学書院 2003年

2576 家禽解剖学用語 ４自然科学 日本獣医解剖学会  編 日本中央競馬会 1998年

2577 障害児のリハビリテイションをめぐって ４自然科学 東海心理リハビリテイション研究会  編 コレール社 1988年

2578 人間発達学 ４自然科学 上田礼子  著 医歯薬出版 1985年

2579 新・徒手筋力検査法 ４自然科学 Helen J.Hislop 協同医書出版社 1996年

2580 言語コミュニケーション障害の新しい視点と介入理論 ４自然科学 笹沼澄子  編 医学書院 2005年

2581 精神疾患の理解と精神科作業療法 ４自然科学 朝田 隆 中央法規出版 2005年

2582 作業療法白書2000 ４自然科学 日本作業療法士協会  編 協同医書出版社 2001年

2583 診療マニュアル ４自然科学 黒川 清 南江堂 1996年

2584 消化管疾患 ; 肝・胆・膵疾患 ; 神経疾患 ４自然科学 東田俊彦  編著 医学評論社 1994年

2585 呼吸器疾患 ; 循環器疾患 ; 腎・尿路系疾患 ４自然科学 東田俊彦  編著 医学評論社 1994年

2586 こどもの病気 ４自然科学 小口弘毅  著 慶應義塾大学出版会 ー

2587 こどもの病気 ４自然科学 小口弘毅  著 慶應義塾大学出版会 ー

2588 理学療法の歩み 第16巻1号 ４自然科学 宮城県理学療法士会学術誌部  編 宮城県理学療法士会 2005年

2589 CMI コーネル・メディカル・インデックス ４自然科学 金久卓也「ほか」 著 三京房 2001年

2590 セラピストのためのリハビリテーション医療 ４自然科学 田中宏太佳「ほか」  編 永井書店 2005年

2591 脳のなかの幽霊 ４自然科学 V.S.ラマチャンドラン 角川書店 1999年

2592 赤ちゃん学を知っていますか？ ４自然科学 産経新聞「新・赤ちゃん学」取材班 著 新潮社 2003年

2593 医療・福祉現場のための目標設定型上下肢・言語グループ課題集 ４自然科学 小田柿誠二「ほか」 著 医学書院 2005年

2594 顎口腔外傷のチーム医療 ４自然科学 髙戸 毅  監修 金原出版 2005年

2595 口唇口蓋裂のチーム医療 ４自然科学 髙戸 毅  監修 金原出版 2005年

2596 新生児聴覚スクリーニング ４自然科学 加我公孝  編 金原出版 2005年

2597 OAE 耳音響放射活用ガイド ４自然科学 田中康夫  編 金原出版 2004年

2598 神経心理学評価ハンドブック ４自然科学 田川皓一  編 西村書店 2004年

2599 ルービン カラー基本病理学 ４自然科学 エマニュエル･ルービン 編 西村書店 2004年

2600 個人情報保護法に関する臨床実習前教育の試み ４自然科学 原 修一 （編集代表）
臨床福祉専門学校 言語
聴覚療法

2006年

2601 リハビリテーションマニュアル 成人･学童編 ４自然科学 株式会社 日本コクレア  編 日本コクレア ー

2602 理学療法士・作業療法士ブルー・ノート 基礎編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2603 理学療法士・作業療法士ブルー・ノート 基礎編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2604 理学療法士・作業療法士ブルー・ノート 基礎編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2605 理学療法士 イエローノート：専門編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2606 理学療法士 イエローノート：専門編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2607 理学療法士 イエローノート：専門編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年
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2608 理学療法士 イエローノート：専門編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2005年

2609 認知症と食べる障害－食の評価・食の実践 ４自然科学 Jacqueline Kindell  著 医歯薬出版 2005年

2610 理学療法学事典 ４自然科学 奈良 勲 監修 医学書院 2006年

2611 人体解剖学  改訂第４1版 ４自然科学 藤田 恒太郎  著 南江堂 2002年

2612 臨床失語症学 ４自然科学 D.Frank Benson 西村書店 2006年

2613 ひとりひとり ４自然科学 大西暢夫 著 精神看護出版 2005年

2614 失語症 ４自然科学 Anna Basso 著 中外医学社 2006年

2615 失語症 ４自然科学 Anna Basso 著 中外医学社 2006年

2616 標準失語症検査補助テストマニュアル ４自然科学 日本高次脳機能障害学会  編著 新興医学出版社 1999年

2617 標準高次視知覚検査マニュアル 改訂版 ４自然科学 日本高次脳機能障害学会 編著 新興医学出版社 2003年

2618 カラーで学べる病理学  第２版 ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2005年

2619 カラーで学べる病理学整理ノート ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2004年

2620 シンプル衛生公衆衛生学2003 ４自然科学 鈴木庄亮 南江堂 2003年

2621 介護予防のための口腔機能向上マニュアル ４自然科学 菊谷武 編 建帛社 2006年

2622 運動療法のための機能解剖学的触診技術 下肢･体幹 ４自然科学 青木 隆明 監修 メジカルビュー社 2006年

2623 今日の治療薬2006 ４自然科学 水島 裕 編 南江堂 2006年

2624 リハビリテーション実践ハンドブック ４自然科学 S．J.ギャリソン 編
シュプリンガー・フェアラー
ク東京

2005年

2625 成人先天性心疾患 ４自然科学 丹羽公一郎 メジカルビュー社 2005年

2626 環境と理学療法 ４自然科学 内山 靖 編 医歯薬出版 2004年

2627 理学診療マニュアル ４自然科学 日本整形外科学会 全日本病院出版会 2000年

2628 ステップス・トゥ・フォロー ４自然科学 Patricia M．Davies 著
シュプリンガー・フェアラー
ク東京

2005年

2629 図解作業療法技術ガイド ４自然科学 石川 斉 文光堂 2003年

2630 動きでわかる解剖と機能 ４自然科学 Joseph E.Donnelly 医道の日本社 1999年

2631 動画で学ぶ脳卒中のリハビリテーション ４自然科学 園田茂 編 医学書院 2005年

2632 理学療法士プロフェッショナル･ガイド ４自然科学 細田多穂「ほか」 編 文光堂 2003年

2633 目でみる脳卒中リハビリテーション ４自然科学 上田 敏 著 東京大学出版会 1981年

2634 目でみる脳卒中リハビリテーション ４自然科学 上田 敏 著 東京大学出版会 1981年

2635 整形外科専門医をめざすための経験すべき外傷・疾患９７ 改訂版 ４自然科学 菊池臣一 メジカルビュー社 2006年

2636 高次脳機能障害のリハビリテーション ４自然科学 本田哲三 編 医学書院 2005年

2637 ボディ･ナビゲーション ４自然科学 アンドリュー・ビエル 著 医道の日本社 2005年

2638 標準整形外科学 ４自然科学 鳥巣 岳彦 「ほか」 著 医学書院 2005年

2639 標準生理学 ４自然科学 本郷利憲「ほか」 監修 医学書院 2005年

2640 病気がみえる ｖｏｌ．１ 消火器  改訂版 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2006年
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2641 病気がみえる ｖｏｌ．3 代謝・内分泌疾患 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2004年

2642 モーターコントロール ４自然科学 アン・シャムウェー・クック 著 医歯薬出版 2004年

2643 病気がみえる ｖｏｌ．2 循環器疾患 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2003年

2644 心電図 ４自然科学 村川裕二 編 メジカルビュー社 2005年

2645 目でみる運動機能検査法 ４自然科学 竹内義享 南江堂 2005年

2646 目でみる運動機能検査法 ４自然科学 竹内義享 南江堂 2005年

2647 動画でわかるスクイ-ジング ４自然科学 宮川哲夫  編著 中山書店 2005年

2648 運動療法のための機能解剖学的触診技術 上肢 ４自然科学 林典雄 著 メジカルビュー社 2005年

2649 理学療法のクリティカルパス 上肢・脊椎 ４自然科学 デイビッド・C・サイドフ エルゼビア・ジャパン 2004年

2650 脳卒中の運動療法 ４自然科学 ジャネット・H. カー 医学書院 2004年

2651 図説股関説の臨床 ４自然科学 糸満盛憲 編 メジカルビュー社 2004年

2652 新しい靴と足の医学 ４自然科学 石塚忠雄 著 金原出版 1992年

2653 Right in the middle ライト イン ザ ミドル ４自然科学 パトリシア・M・デーヴィス 著
シュリンプリンガー・ファラ
アー

1991年

2654 動きの解剖学Ⅱ（エクササイズ編） ４自然科学 ブレンディ・カライ・ゲーメン 科学新聞社 1997年

2655 実践すぐに役立つ膝靭帯損傷診断・治療マニュアル ４自然科学 宗田 大 編 全日本病院出版会 2006年

2656 リハビリテーションスペシャリストハンドブック ４自然科学 ジュールス・M..ロステイン 南江堂 2002年

2657 マンガ脳科学入門 ４自然科学 アングス・ゲラトゥ 講談社 2001年

2658 がんに負けない，あきらめないコツ ４自然科学 鎌田 實 著 朝日新聞社 2006年

2659 運動器疾患臨床ガイドブック ４自然科学 S．ブレント・ブロウツマン 診断と治療社 2005年

2660 理学療法テクニック ４自然科学 中村 隆一 監修 医歯薬出版 2004年

2661 神経リハビリテーション ４自然科学 リチャード・B・レイザー 編 医学書院 2001年

2662 脳卒中片麻痺の理学療法 ４自然科学 金森 正恭 著 メディカルプレス 1997年

2663 筋骨格系のキネシオロジー ４自然科学 Ｄｏｎａｌｄ Ａ．Ｎｅｕｍａｎｎ 著 医歯薬出版 2005年

2664 理学療法のクリティカルパス 下肢 ４自然科学 デイビッド・C・サイドフ エルゼビア・ジャパン 2005年

2665 神経障害系理学療法学 ４自然科学 丸山仁司 編 医歯薬出版 2004年

2666 ホントに患者さん中心にしたら病院はこうなった ４自然科学 瀬戸山元一 著 医療タイムス社 2000年

2667 リハビリテーション技術全書 ４自然科学 服部一郎 著者代表 医学書院 1984年

2668 実践アスレチックリハビリテーションText＆CD-ROM ４自然科学 川島敏生 著 南江堂 2005年

2669 狭心症・心筋梗塞のリハビリテーション ４自然科学 木全心一 南江堂 1999年

2670 ザ・シリーズ  ザ・体力 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2006年

2671 国試の達人 ： 運動解剖生理学 編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2006年

2672 国試の達人： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2006年

2673 国試の達人： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2006年
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2674 摂食・嚥下リハビリテーション ４自然科学 藤島一郎 中山書店 2004年

2675 前十字靱帯（ACL)損傷診療ガイドライン ４自然科学
日本整形外科学会診療ガイドライン委
員会 編

南江堂 2006年

2676 カラー版 カパンディ関節の生理学 原著第6版 ４自然科学 カパンディ 著 医歯薬出版 2006年

2677 実践すぐに役立つアスレティックリハビリテーションマニュアル ４自然科学 福林 徹 著 全日本病院出版会 2006年

2678 投球障害肩 ４自然科学 筒井廣明 メジカルビュー社 2005年

2679 The Center ｏｆ ｔｈｅ Ｂｏｄｙ 体幹機能の謎を探る ４自然科学 鈴木俊明「ほか」 監修 アイぺック 2005年

2680 理絵のこころ絵日記 ４自然科学 せきね理絵 著 清流出版 2006年

2681 呼吸リハビリテーション ４自然科学 黒澤一 学習研究社 2006年

2682 カリエ博士の腰痛ガイド 正しい腰痛のなおしかた ４自然科学 レネ・カリエ著 医歯薬出版 1985年

2683 小児リハビリテーションⅡ ４自然科学 岩谷 力 医歯薬出版 1991年

2684 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2006年

2685 精神医学 ４自然科学 上野武治 編 医学書院 2004年

2686 摂食・嚥下メカニズムUPDATE ４自然科学 金子芳洋 訳 医歯薬出版 2006年

2687 頭頂葉 ４自然科学 酒田英夫 著 医学書院 2006年

2688 痴呆の臨床 ４自然科学 目黒謙一 著 医学書院 2004年

2689 脳性まひ児の２４時間姿勢ケア ４自然科学 テレサ・E パウントニー 著 三輪書店 2006年

2690 脳性まひ児の２４時間姿勢ケア ４自然科学 テレサ・E パウントニー 著 三輪書店 2006年

2691 脳性まひ児の家庭療育 原著第3版 ４自然科学 Nancie R. Finnie 編著 医歯薬出版 1999年

2692 乳児の発達 ４自然科学 J．H．ｄｅ Haas 監修 医歯薬出版 1977年

2693 構音訓練のためのドリルブック ４自然科学 岡崎恵子 協同医書出版社 2006年

2694 国試の達人 ： 運動解剖生理学 編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2006年

2695 国試の達人 ：理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2006年

2696 国試の達人： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2006年

2697 国試の達人 ： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2006年

2698 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2006年

2699 国試の達人 ： 運動解剖生理学 編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2006年

2700 写真でみる乳児の運動発達 ４自然科学 ロイス・ブライ 著 協同医書出版社 1998年

2701 写真でみる乳児の運動発達 ４自然科学 ロイス・ブライ 著 協同医書出版社 1998年

2702 小児の摂食・嚥下リハビリテーション ４自然科学 田角 勝 医歯薬出版 2006年

2703 脳の形態と機能 ４自然科学 福田 寛 編著 新興医学出版社 2005年

2704 標準失語症検査マニュアル  改訂第２版 ４自然科学
日本高次脳機能障害学会Brain 
Function Test委員会 著

新興医学出版社 2003年

2705 乳児の発達 ４自然科学 FLEHMIG 著 文光堂 1995年

2706 乳児の発達 ４自然科学 FLEHMIG 著 文光堂 1995年
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2707 WAB失語症検査 日本語版 ４自然科学
WAB失語検査（日本語版）作製委員会 
著

医学書院 1986年

2708 マンガでわかるナースの統計学 ４自然科学 田久浩志 オーム社 2006年

2709 脳と視覚 ４自然科学 福田 淳 共立出版 2002年

2710 生理学テキスト ４自然科学 大地陸男  著 文光堂 2003年

2711 人体の構造と機能 解剖生理学 ４自然科学 吉川文雄 金原出版 1991年

2712 脳損傷の理学療法１ ４自然科学 黒川幸雄 三輪書店 2006年

2713 義肢装具 ４自然科学 黒川幸雄 三輪書店 2000年

2714 健康増進と介護予防 ４自然科学 黒川幸雄 三輪書店 2004年

2715 循環器疾患のリハビリテーション ４自然科学 黒川幸雄 三輪書店 2004年

2716 Q&Aフローチャートによる下肢切断の理学療法 ４自然科学 細田多穂 編著 医歯薬出版 2006年

2717 解剖生理学 ４自然科学 坂井建雄 著
エルゼビア・ジャパン株式
会社

2000年

2718 言語聴覚士のためのそうだったのか！ 英文抄読失語編 ４自然科学 小嶋知幸 監修 新興医学出版社 2005年

2719 真実を伝える ４自然科学 ロバート・バックマン 著 診断と治療社 2000年

2720 イラストわかりやすい移動のしかた ４自然科学 井口恭一 著 三輪書店 2006年

2721 認知リハビ リテーション ４自然科学 認知リハビリテーション研究会 編 新興医学出版社 2006年

2722 認知リハビ リテーション ４自然科学 認知リハビリテーション研究会 編 新興医学出版社 2005年

2723 100歳の美しい脳 ４自然科学 デヴィッド・スノウドン 著 DHC 2004年

2724 医療系のための物理 ４自然科学 佐藤幸一 東京教学社 2007年

2725 失語症のすべてがわかる本 ４自然科学 加藤正弘 講談社 2006年

2726 機能を中心とした図説組織学 第4版 ４自然科学 B.Young 医学書院 2003年

2727 運動器系疾患理学療法 ４自然科学 監修：理学療法科学学会 アイペック 2006年

2728 運動器系疾患理学療法 ４自然科学 監修：理学療法科学学会 アイペック 2006年

2729 ＤＶＤで学ぶ理学療法特殊テクニック ４自然科学 柳澤 健 著 南江堂 2007年

2730 整形外科クルズス ４自然科学 監修：中村耕三 南江堂 2005年

2731 小児整形外科テキスト ４自然科学
日本小児整形外科学会 教育研修委員
会 編

メジカルビュー社 2004年

2732 整形外科医のための小児日常診療ＡＢＣ ４自然科学 坂巻豊教 編 メジカルビュー社 2003年

2733 理学療法概論 ４自然科学 奈良 勲 編著 医歯薬出版 2007年

2734 地域理学療法学 ４自然科学 シリーズ監修：奈良勲 医学書院 2007年

2735 地域理学療法学 ４自然科学 シリーズ監修：奈良勲 医学書院 2007年

2736 新人教育プログラム教本 第8版 ４自然科学 中屋久長 編 日本理学療法士協会 2006年

2737 老年学 ４自然科学 大内尉義  編 医学書院 2005年

2738 現代リハビリテーション医学 ４自然科学 千野直一 編 金原出版 2004年

2739 小児の理学療法 ４自然科学 河村光俊 著 医歯薬出版 2002年
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2740 カラーで学べる病理学 ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2005年

2741 カラーで学べる病理学整理ノート ４自然科学 渡辺 照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2004年

2742 人間発達学 ４自然科学 上田礼子  著 医歯薬出版 1985年

2743 新訂 小児保健 ４自然科学 平山宗宏 東京書籍 1995年

2744 小児科レジデントマニュアル ４自然科学 安次嶺 馨 医学書院 2002年

2745 小児科診療マニュアル ４自然科学 森川昭廣 医学書院 2002年

2746 ビジュアル解剖生理学 ４自然科学 藤本 淳 監修 ヌーヴェルヒロカワ 2007年

2747 カラー写真で学ぶ四肢関節の触診法 ４自然科学 竹内義亨 医歯薬出版 2007年

2748 理学療法概論  第5版 ４自然科学 理学療法科学学会  監修 アイペック 2005年

2749 理学療法概論  第5版 ４自然科学 理学療法科学学会  監修 アイペック 2005年

2750 イラスト小児科 ４自然科学 森田哲郎 編著 文光堂 1988年

2751 EBウイルス ４自然科学 高田賢蔵 監修 診断と治療社 2003年

2752 理学療法評価学 ４自然科学 松澤 正 著 金原出版 2004年

2753 切断と義肢 ４自然科学 澤村誠志 著 医歯薬出版 2007年

2754 老年学 ４自然科学 大内尉義  編 医学書院 2005年

2755 精神医学 ４自然科学 上野武治 編 医学書院 2004年

2756 神経内科学 ４自然科学 川平 和美 編著 医学書院 2003年

2757 薬理学 ４自然科学 大鹿英世 著者代表 医学書院 2005年

2758 嚥下リハビリテーションと口腔ケア ４自然科学 藤島一郎 メヂカルフレンド社 2006年

2759 医療従事者のためのカラーアトラス 口腔外科疾患 ４自然科学 道 健一 著 永末書店 2005年

2760 新耳鼻咽頭科学 ４自然科学 野村恭也 編著 南山堂 2004年

2761 図解 神経内科学テキスト ４自然科学 岡本 幸市 編著 中外医学社 2003年

2762 聴覚障害 PART1 ４自然科学 本庄 巖  著 金原出版 2001年

2763 神経心理学を理解するための10章 ４自然科学 田川皓一  編著 新興医学出版社 2004年

2764 人体解剖学 ４自然科学 藤田 恒太郎  著 南江堂 2003年

2765 耳鼻咽喉科学 ４自然科学 鳥山 稔 編 医学書院 2002年

2766 器質性構音障害 ４自然科学 斉藤裕恵 編著 建帛社 2002年

2767 医学概論 ４自然科学 北村 諭 著 中外医学社 2005年

2768 理学療法評価学 ４自然科学 松澤 正 著 金原出版 2004年

2769 新訂 小児保健 ４自然科学 平山宗宏 東京書籍 2003年

2770 新訂 小児保健 ４自然科学 平山宗宏 東京書籍 2003年

2771 病理学サブノート 病理学問題集 ４自然科学 北澤 吉昭 著 犀書房 2002年

2772 図解 四肢と脊椎の診かた ４自然科学 Stanley Hoppenfeld [著] 医歯薬出版 1984年
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2773 図解 四肢と脊椎の診かた ４自然科学 Stanley Hoppenfeld [著] 医歯薬出版 1984年

2774 理学療法概論 ４自然科学 奈良 勲 編 医歯薬出版 2005年

2775 理学療法概論 ４自然科学 奈良 勲 編 医歯薬出版 2005年

2776 骨格筋の形と触察法 ４自然科学 河上敬介 編著 大峰閣 1998年

2777 骨格筋の形と触察法 ４自然科学 河上敬介 編著 大峰閣 1998年

2778 標準整形外科学 ４自然科学 鳥巣岳彦 [ほか]編 医学書院 1992年

2779 新・徒手筋力検査法 原著第７版 ４自然科学 Ｈｅｌｅｎ Ｊ．Ｈｉｓｌｏｐ 協同医書出版社 2005年

2780 医薬必修 生化学 ４自然科学 伊東 晃  編 株式会社 廣川書店 2002年

2781 狭心症・心筋梗塞のリハビリテーション　改訂第３版 ４自然科学 木全心一 南江堂 1999年

2782 狭心症・心筋梗塞のリハビリテーション　改訂第３版 ４自然科学 木全心一 南江堂 1999年

2783 カラーで学べる病理学 ４自然科学 渡辺 照男 編 ヌーヴェルヒロカワ 2005年

2784 カラーで学べる病理学 ４自然科学 渡辺 照男 編 ヌーヴェルヒロカワ 2005年

2785 生理学 ４自然科学 佐藤健次 医歯薬出版 2004年

2786 ニューステージ 生物図表 ４自然科学 浜島書店編集部 編著 浜島書店 2002年

2787 家族のための＜認知症＞入門 ４自然科学 中島健二 著 PHP研究所 2006年

2788 家族のための＜認知症＞入門 ４自然科学 中島健二 著 PHP研究所 2006年

2789 それでも脳は学習する ４自然科学 山田規畝子  著 講談社 2007年

2790 それでも脳は学習する ４自然科学 山田規畝子  著 講談社 2007年

2791 認知症の知りたいことガイドブック ４自然科学 長谷川和夫 著 中央法規出版 2006年

2792 ことばとこころの発達と障害 ４自然科学 宇野 彰 編著 永井書店 2007年

2793 ことばとこころの発達と障害 ４自然科学 宇野 彰 編著 永井書店 2007年

2794 あなたがあなたであるために ４自然科学 ローナ･ウイング 監修 中央法規出版 2005年

2795 神経学 （講義録） ４自然科学 鈴木則宏 メジカルビュー社 2007年

2796 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2007年

2797 国試の達人 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2007年

2798 脳のはたらきのすべてがわかる本 ４自然科学 ジョン･J・レイティ 著 角川書店 2002年

2799 ナースのための口腔ケア実践テクニック ４自然科学 岸本裕充 著 照林社 2002年

2800 最新 口腔ケア ４自然科学 照林社編集部 編 照林社 2001年

2801 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2007年

2802 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2007年

2803 EBMに基づいた口腔ケアのために ４自然科学 日本歯科医師会 監修 医歯薬出版 2002年

2804 実践すぐに役立つアスレティックリハビリテーションマニュアル ４自然科学 福林 徹 編 全日本病院出版会 2006年

2805 OX問題でマスター解剖生理 ４自然科学 石橋治雄 編著 医歯薬出版 2003年
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2806 OX問題でマスター解剖生理 ４自然科学 石橋治雄 編著 医歯薬出版 2003年

2807 触診解剖アトラス―下肢 ４自然科学 セルジュ・ティクサ 著 医学書院 2007年

2808 触診解剖アトラス－頚部・体幹・上肢 ４自然科学 セルジュ・ティクサ 著 医学書院 2007年

2809 理学療法士・作業療法士のための小児の反射と発達の診かた ４自然科学 前川喜平「他」編著 新興医学出版社 2007年

2810 実践PTノート 運動器傷害の理学療法 ４自然科学 小柳 磨毅 編 三輪書店 2007年

2811 理学療法士のための運動処方マニュアル ４自然科学 奈良 勲 編 文光堂 2004年

2812 バイタルサイン JJNブックス ４自然科学 岡安大仁 医学書院 1988年

2813 循環器病態学ファイル ４自然科学 村川裕二「ほか」著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2007年

2814 はじめての訪問リハビリテーション ４自然科学 吉良健司 編 医学書院 2007年

2815 片マヒと失語症・私の快適生活 チョットした工夫で自分らしく ４自然科学 横田 清 著 エスコアール出版部 2007年

2816 発達期言語コミュニケーション障害の新しい視点と介入理論 ４自然科学 笹沼澄子 編 医学書院 2007年

2817 ATLAS OF HUMAN ANATOMY AND SURGERY ４自然科学 J.M.BOURGERY TASCHEN ー

2818 新訂 小児保健 ４自然科学 平山宗宏 東京書籍 2006年

2819 消化器病学 ４自然科学 戸田剛太郎 医学書院 1995年

2820 やさしい統計入門 ４自然科学 田栗正章「ほか」 著 講談社 2007年

2821 アドバンス版 図解理学療法技術ガイド ４自然科学 細田多穂 文光堂 2005年

2822 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2007年

2823 解剖学総論/運動器系 ４自然科学 Michael Schunke，M.D,ph.D.「ほか」 著 医学書院 2007年

2824 順天堂大学脳神経内科水野美邦教授が答えるパーキンソン病治療と生活Q&A ４自然科学 伊坂廣子 編 保健同人社 2006年

2825 肘の外科 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 2002年

2826 肩の外科 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 2001年

2827 膝の外科 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 1999年

2828 上肢の外傷 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 1998年

2829 改訂 精神保健福祉法の最新知識 ４自然科学 高柳 功「ほか」編 中央法規出版 2007年

2830 Q&Aフローチャートによる下肢切断の理学療法 ４自然科学 細田多穂 編著 医歯薬出版 2007年

2831 失語の国のオペラ指揮者 ４自然科学 ハロルド・クローアンズ 著 早川書房 2001年

2832 「りファー（要再検査）」となったお子さんのお母さんと家族の方へ（改訂版） ４自然科学 全国早期支援研究協議会 編
全国早期支援研究協議
会

2007年

2833 「お子さんの耳がきこえない」と言われたら ４自然科学 全国早期支援研究協議会 編
全国早期支援研究協議
会

2005年

2834 小児から高齢者までの姿勢保持 ４自然科学
日本リハビリテーション工学協会 BIG姿
勢保持 編

医学書院 2007年

2835 脳卒中リハビリテーション連携パス ４自然科学 日本リハビリテーション医学会 監修 医学書院 2007年

2836 リハビリテーション解剖アトラス ４自然科学 佐藤達夫 医歯薬出版 2006年

2837 リハビリテーション解剖アトラス ４自然科学 佐藤達夫 医歯薬出版 2006年

2838 医学概論 ４自然科学 北村 諭 著 中外医学社 2007年
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2839 吃音の基礎と臨床 ４自然科学 バリー･ギター 著 学苑社 2007年

2840 改訂 言語聴覚障害総論Ⅱ ４自然科学 山崎京子 編著 建帛社 2007年

2841 イラストでわかる脳卒中ケア事典 ４自然科学 千野直一 監修 中央法規出版 2007年

2842 クリニカルマッサージ ４自然科学 James H．Clay 著 医道の日本社 2004年

2843 認知リハビリテーション ４自然科学 認知リハビリテーション研究会 編 新興医学出版社 2006年

2844 新・病態生理できった内科学 １循環器疾患 ４自然科学 総監修 村川裕二 医学教育出版社 2007年

2845 新・病態生理できった内科学 １循環器疾患 ４自然科学 総監修 村川裕二 医学教育出版社 2007年

2846 新・病態生理できった内科学 2呼吸器疾患 ４自然科学 総監修 村川裕二 医学教育出版社 2007年

2847 新・病態生理できった内科学 2呼吸器疾患 ４自然科学 総監修 村川裕二 医学教育出版社 2007年

2848 新・病態生理できった内科学 2呼吸器疾患 ４自然科学 総監修 村川裕二 医学教育出版社 2007年

2849 運動療法学  総論 ４自然科学 奈良 勲 シリーズ監修 医学書院 2006年

2850 AKA関節運動学的アプロ－チ 博田法 ４自然科学 博田節夫 編著 医歯薬出版 2007年

2851 カパンディ関節の生理学 ４自然科学 I.A.カパンディ 著 医歯薬出版 2005年

2852 カパンディ関節の生理学 ４自然科学 I.A.カパンディ 著 医歯薬出版 2005年

2853 機能的運動療法 ４自然科学 S.クラインフォ－ゲルバッハ  [ほか]著 シュプリンガ－・ジャパン 2007年

2854 機能的運動療法 ４自然科学 S.クラインフォ－ゲルバッハ  [ほか]著 シュプリンガ－・ジャパン 2007年

2855 機能的運動療法 ４自然科学 S.クラインフォ－ゲルバッハ  [ほか]著 シュプリンガ－・ジャパン 2007年

2856 ペリー歩行分析 正常歩行と異常歩行 ４自然科学 Jacquelin Perry 著 医歯薬出版 2007年

2857 理学療法・鍼灸治療における筋電図研究のすべて ４自然科学 藤原哲司 『ほか』 監修 アイペック 2007年

2858 理学療法士になるには ４自然科学 丸山仁司 編著 ぺりかん社 2003年

2859 これからはじめる医療･福祉の質的研究入門 ４自然科学 田垣正晋 著 中央法規出版 2008年

2860 最新人工心肺 理論と実際 ４自然科学 阿部稔雄 名古屋大学出版会 2007年

2861 狭心症・心筋梗塞のリハビリテーション　改訂第３版 ４自然科学 木全心一 南江堂 1999年

2862 リハビリテーション医学大辞典 ４自然科学 上田 敏 医歯薬出版 1996年

2863 エアーズ研究論文集 ４自然科学 A.Jean Ayres 著 協同医書出版 1988年

2864 スタートアップ・心エコーマニュアル ４自然科学 増山  理  著 南江堂 2007年

2865 内科学  第9版 ４自然科学 杉本  恒明 朝倉書店 2007年

2866 DVDと写真でわかる心肺蘇生法完全マスター ４自然科学 杉山貢∥監修 医学芸術新社 2007年

2867 第2種ME技術実力検定試験全問解説 ４自然科学
第2種ME技術実力検定試験問題研究
会 編

秀潤社 2007年

2868 大腸・小腸の治療内視鏡 ４自然科学 原田  容治 メジカルビュー社 2007年

2869 CRCテキストブック  第2版 ４自然科学 中野  重行  1940- 医学書院 2007年

2870 時間経過で診るNICUマニュアル ４自然科学 横浜市立大学医学部小児科 編 東京医学社 2007年

2871 EBMの道具箱(ツールキット) ４自然科学 Heneghan  Carl 中山書店 2007年
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2872 Year note ４自然科学 岡庭  豊 メディックメディア 2007年

2873 医用機械工学 ４自然科学 馬渕  清資 著 コロナ社 2007年

2874 高校の化学が根本からわかる本 ４自然科学 宇野  正明  著 中経出版 2007年

2875 再生医療のためのバイオエンジニアリング ４自然科学 赤池  敏宏  編著 コロナ社 2007年

2876 人工呼吸療法 ４自然科学 沼田  克雄 秀潤社 2007年

2877 ゼロから学ぶ電磁気学 ４自然科学 西野  友年  著 講談社 2007年

2878 ディジタルフーリエ解析 ４自然科学 城戸  健一  著 コロナ社 2007年

2879 ディジタルフーリエ解析 ４自然科学 城戸  健一  著 コロナ社 2007年

2880 要点がわかるベクトル解析 ４自然科学 丸山  武男 コロナ社 2007年

2881 救急治療・薬剤ハンドブック  : 診療科医薬品集 ４自然科学 平田  清貴 編集 じほう 2007年

2882 再生医療のための細胞生物学 ４自然科学 関口  清俊  編 コロナ社 2007年

2883 楽しく学ぶ肺の検査と酸素療法 ４自然科学 宮本  顕二 著 メジカルビュー社 2007年

2884 透析機器のエラー&トラブル解決ブック : 透析ナースのstep up! ４自然科学 山家  敏彦 著 メディカ出版 2007年

2885 MRI画像再構成の基礎 ４自然科学 篠原  広行 医療科学社 2007年

2886 画像診断装置学入門 ４自然科学 木村  雄治  著 コロナ社 2007年

2887 最新人工心肺 : 理論と実際 ４自然科学 阿部  稔雄 名古屋大学出版会 2007年

2888 放射線基礎医学 ４自然科学 尾内  能夫 日本出版サービス 2007年

2889 よくわかる人工呼吸管理テキスト ４自然科学 並木  昭義 南江堂 2007年

2890 標準理学療法学･作業療法学 専門基礎分野 生理学 ４自然科学 石澤光郎，冨永淳著 医学書院 2007年

2891 救急蘇生法の指針  : 医療従事者用 ４自然科学
日本版救急蘇生ガイドライン策定小委
員会 編著

へるす出版 2007年

2892 血液浄化療法ハンドブック ４自然科学 透析療法合同専門委員会 企画・編集 協同医書出版社 2007年

2893 最新臨床検査のABC ４自然科学 橋本信也監修・編集 日本医師会 2007年

2894 C言語による画像再構成の基礎 ４自然科学 橋本  雄幸 医療科学社 2006年

2895 SPECT画像再構成の基礎 ４自然科学 橋本  雄幸 医療科学社 2006年

2896 ヴィジュアルでわかるバイオマテリアル ４自然科学 古薗  勉 秀潤社 2006年

2897 検査値ガイドブック ４自然科学 江口  正信 [ほか] 共著 医学芸術社 2006年

2898 診療画像機器学 ４自然科学 笠井  俊文 オーム社 2006年

2899 診療の基本 ４自然科学 大滝  純司 金芳堂 2006年

2900 治療法概説 ４自然科学 小坂  樹徳  著 メヂカルフレンド社 2006年

2901 脳波判読step by step ４自然科学 大熊  輝雄 医学書院 2006年

2902 医用画像情報学 ４自然科学 桂川  茂彦  編集 南山堂 2006年

2903 検査値早わかりガイド ４自然科学 江口  正信  [ほか] 共著 医学芸術社 2006年

2904 図解診療放射線技術実践ガイド : 第一線で必ず役立つ知識・実践のすべて ４自然科学 高橋  正治 文光堂 2006年
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2905 臨床工学(CE)とME機器・システムの安全 ４自然科学 渡辺  敏  編著 コロナ社 2006年

2906 CTとPETの融合画像診断 : 効率的な腫瘍病巣発見のために ４自然科学 中本  裕士 著 金芳堂 2006年

2907 こんな時どうするME機器のトラブル対処法 ４自然科学 坂本  篤裕  編 真興交易医書出版部 2006年

2908 最新検査・画像診断事典 ４自然科学 猪狩  淳 医学通信社 2006年

2909 循環器 ４自然科学 内野  和顕 海馬書房 2006年

2910 ゼロから学ぶ元素の世界 ４自然科学 宮村  一夫  著 講談社 2006年

2911 大腸疾患の内視鏡診断と治療 ４自然科学 岩男  泰 編集 診断と治療社 2006年

2912 光・電磁物性 ４自然科学 多田  邦雄 コロナ社 2006年

2913 放射線治療技術学 ４自然科学 熊谷  孝三  編著 オーム社 2006年

2914 理系なら知っておきたい物理の基本ノート ４自然科学 為近  和彦 著 中経出版 2006年

2915 医用画像PACS 日本語版 ４自然科学 Korean Society of PACS Technology
日本放射線技師会出版
会

2006年

2916 定量的冠動脈造影法 : 計測技術を高めるための7ステップ ４自然科学 景山  貴洋 著 メジカルビュー社 2006年

2917 読影の基礎 ４自然科学 読影の基礎編集委員会 編 共立出版 2006年

2918 標準法医学・医事法  第6版 ４自然科学 石津  日出雄  1940- 医学書院 2006年

2919 標準臨床検査医学 ４自然科学 猪狩  淳 医学書院 2006年

2920 放射線安全管理学 ４自然科学 森川  薫 医歯薬出版 2006年

2921 よくわかる臨床心臓電気生理 ４自然科学 沖重  薫  著 中外医学社 2006年

2922 CT & MRI画像診断 ４自然科学 Grey  Michael L オーム社 2006年

2923 PWVを知るPWVで診る ４自然科学 宗像  正徳 編集 中山書店 2006年

2924 再生医療のためのバイオマテリアル ４自然科学 田畑  泰彦  編著 コロナ社 2006年

2925 IVUSテクニックマニュアル ４自然科学 小谷  順一 著 南江堂 2006年

2926 新臨床外科学 ４自然科学 川崎誠治  [ほか] 編集 医学書院 2006年

2927 ME室ハンドブック : 医療機器中央管理のすべて ４自然科学 日本臨床工学技士会 編著 じほう 2006年

2928 救急蘇生法の指針  : 市民用 ４自然科学
日本版救急蘇生ガイドライン策定小委
員会 編著

へるす出版 2006年

2929 検査と数値を知る事典 ４自然科学 和田  高士 著 日本文芸社 2006年

2930 症例から学ぶ胸部画像診断 ４自然科学 酒井  文和  編著 克誠堂出版 2006年

2931 腎機能を考えた安全な処方 ４自然科学 深川  雅史 医薬ジャーナル社 2006年

2932 図解水・電解質テキスト : 一般検査からきわめる診断・治療のアプローチ ４自然科学 深川  雅史 文光堂 2006年

2933 やってみようよ!心電図 ４自然科学 高階  経和  著 インターメディカ 2006年

2934 臨床家のためのclinical PET ４自然科学 デジタルメディスン デジタルメディスン 2006年

2935 C言語で学ぶ医用画像処理 ４自然科学 石田  隆行 [ほか] 共著 オーム社 2006年

2936 医用機器 ４自然科学 田村俊世 コロナ社 2006年

2937 救急医療のための機器システム : 循環と呼吸の管理 ４自然科学 若松  秀俊  著 共立出版 2006年
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2938 抗菌薬臨床ハンドブック ４自然科学 渡辺  彰  1948- ヴァンメディカル 2006年

2939 在宅療養のQOLとサポートシステム ４自然科学 徳永  恵子 編著 コロナ社 2006年

2940 消化器癌診療における治療内視鏡実践ハンドブック ４自然科学
国立がんセンター東病院消化器内科 
編集

医学書院 2006年

2941 新超音波検査消化管 ４自然科学 関根  智紀 著 ベクトル・コア 2006年

2942 早わかりME機器アラーム対応ノート ４自然科学 加納  隆  著 照林社 2006年

2943 臨床検査臨地実習マニュアル ４自然科学 狩野  元成 [ほか] 編著 医歯薬出版 2006年

2944 アイソトープ診療ハンドブック : 基礎・管理・診療・看護の実際 ４自然科学 利波  紀久 エルゼビア・ジャパン 2006年

2945 関節MRI撮像のコツとアトラス ４自然科学 新津  守  編著 メジカルビュー社 2006年

2946 血液浄化装置メインテナンスガイドブック ４自然科学 阿岸  鉄三 秀潤社 2006年

2947 再生医療のための発生生物学 ４自然科学 浅島  誠  編 コロナ社 2006年

2948 天然物化学 ４自然科学 瀬戸  治男 著 コロナ社 2006年

2949 バイタルサイン収集論 : いのちを守る医療の推進のために ４自然科学 久保田  博南  著 真興交易医書出版部 2006年

2950 医療禁忌診療科別マニュアル ４自然科学 富野  康日己 総編集 医歯薬出版 2006年

2951 看護学概論 ４自然科学 藤崎  郁 著者代表 医学書院 2006年

2952 血液検査学 ４自然科学 奈良  信雄 医歯薬出版 2006年

2953 再生医療のための分子生物学 ４自然科学 仲野  徹 編 コロナ社 2006年

2954 新自己血輸血 ４自然科学 高折  益彦  編著 克誠堂出版 2006年

2955 すべてわかる!血管エコーABC ４自然科学 松尾  汎 編集 メジカルビュー社 2006年

2956 生化学 ４自然科学 阿部  喜代司 医歯薬出版 2006年

2957 生物学 ４自然科学 佐々木  史江 医歯薬出版 2006年

2958 頭部画像診断の勘ドコロ ４自然科学 前田正幸 編集 メジカルビュー社 2006年

2959 南山堂医学大辞典 ４自然科学 南山堂 2006年

2960 表面筋電図 ４自然科学 木塚  朝博 [ほか] 著 東京電機大学出版局 2006年

2961 臨床医科学入門 ４自然科学 石田均 [ほか] 編著 光生館 2006年

2962 Problem-basedでひもとく心エコー図の読みかた ４自然科学 羽田  勝征 編集 文光堂 2006年

2963 医用機器 ４自然科学 田村  俊世 コロナ社 2006年

2964 医用工学 ４自然科学 岡部  哲夫 医歯薬出版 2006年

2965 医用材料工学 ４自然科学 堀内  孝 コロナ社 2006年

2966 カプセル内視鏡 : 診療ガイド ４自然科学 寺野  彰  監修 南江堂 2006年

2967 血液ガスの臨床 ４自然科学 諏訪  邦夫 中外医学社 2006年

2968
第一線の診療放射線技師のための検査オーダーの読みかたと核医学・PET検査の実
際

４自然科学 遠藤  啓吾 文光堂 2006年

2969 病理学 ４自然科学 坂本  穆彦 編 医学書院 2006年

2970 慢性頭痛の診療ガイドライン ４自然科学 日本頭痛学会 編集 医学書院 2006年
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2971 臨床工学技士のすすめ ４自然科学 野城  真理 著 コロナ社 2006年

2972 MRIデータブック ４自然科学 土屋  一洋  監修 メジカルビュー社 2006年

2973 関係法規 ４自然科学 佐藤  乙一 医歯薬出版 2006年

2974
ここまでわかってきた最新の生活習慣病健診と対策のすべて  : 診断からフォローアッ
プまで

４自然科学 山門  実 編集
ライフ・サイエンス・セン
ター

2006年

2975 光工学 ４自然科学 羽根  一博  著 コロナ社 2006年

2976 ビギナーからエキスパートまでのホルター心電図パーフェクト ４自然科学 井上  博  編著 中山書店 2006年

2977 臨床化学検査学 ４自然科学 浦山  修 医歯薬出版 2006年

2978 100問ノススメ放射線科 ４自然科学 医学教育出版社 医学教育出版社 2005年

2979 高密度焦点式超音波療法(HIFU) : 前立腺癌に対する低侵襲治療 ４自然科学 内田  豊昭 著 診断と治療社 2005年

2980 呼吸ケア実践ハンドブック : 管理とリハビリテーションのすべて ４自然科学 永井  厚志 編集 南江堂 2005年

2981 病棟で働く人のための生理学 ４自然科学 香山  雪彦 秀潤社 2005年

2982 NPPVマニュアル : 非侵襲的陽圧換気療法の実際 ４自然科学 大井  元晴 南江堂 2005年

2983 医療安全学 : 医療事故防止と最適な放射線診療業務のために ４自然科学 熊谷  孝三  編著 医療科学社 2005年

2984 血液浄化療法スタッフマニュアル ４自然科学 佐中  孜 医学書院 2005年

2985 循環系のバイオメカニクス ４自然科学 神谷  暸 コロナ社 2005年

2986
整形外科術後肺血栓塞栓症・深部静脈血栓症マニュアル : ガイドラインに基づく予防・
診断・治療の実際

４自然科学 富士  武史 編集 南江堂 2005年

2987 よくわかる改正薬事法 ４自然科学 新薬事法研究会 薬事日報社 2005年

2988 臨床輸液の知識と実践 ４自然科学 河野  克彬  著 金芳堂 2005年

2989 GVHD予防・治療マニュアル ４自然科学 森島  泰雄 著 南江堂 2005年

2990 医用画像情報管理の基礎 ４自然科学 日本医用画像管理学会 編集
日本放射線技師会出版
会

2005年

2991 呼吸療法テキスト ４自然科学
日本胸部外科学会日本呼吸器学会日
本麻酔科学会合同呼吸療法認定士認
定委員会 編集

克誠堂出版 2005年

2992 これでわかる拡散MRI ４自然科学 青木  茂樹 秀潤社 2005年

2993 人工臓器で幸せですか? ４自然科学 梅津  光生 編著 コロナ社 2005年

2994 生体機能材料学 : 人工臓器・組織工学・再生医療の基礎 ４自然科学 赤池  敏宏  著 コロナ社 2005年

2995 大腸内視鏡挿入攻略法 : 「モニター画像」と「手の感覚」から判断する ４自然科学 鈴木  康元 著 南江堂 2005年

2996 頭部画像診断のここが鑑別ポイント ４自然科学 土屋  一洋 羊土社 2005年

2997 PCIにいかすIVUS読影テクニック ４自然科学 小林  欣夫 [ほか] 著 医学書院 2005年

2998 腎・呼吸器 ４自然科学 高橋  茂樹 編著 海馬書房 2005年

2999 人体にやさしい医療材料 ４自然科学 中島  英雄  編集 クバプロ 2005年

3000
どう防ぐ?医療機器使用中のヒューマンエラー : 人工呼吸器・血液浄化装置・人工心肺
装置

４自然科学 渡辺  敏 秀潤社 2005年

3001 脳の拡散強調MRI ４自然科学 森谷  聡男
シュプリンガー・フェアラー
ク東京

2005年

3002 骨・関節・軟部組織・四肢脈管・系統疾患・PET ４自然科学 楢林  勇 金芳堂 2005年

3003 ポケットブック画像診断入門 ４自然科学 Howlett  David C オーム社 2005年
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3004 マグネシウムの基礎と臨床 ４自然科学 外  須美夫 真興交易医書出版部 2005年

3005 臨床検査室のためのISO 15189解説とその適用指針 ４自然科学 河合  忠 丸善 2005年

3006 臨床実習・内科研修のための診察の仕方と問題解決ハンドブック ４自然科学 蓮村  靖  著 南江堂 2005年

3007 医学概論/臨床医学総論 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2005年

3008 救急研修標準テキスト ４自然科学 島崎  修次   [ほか] 編集 医学書院 2005年

3009 甲状腺・頸部の超音波診断 ４自然科学 岩田  政広 金芳堂 2005年

3010 知らなきゃできない!ME機器Q&A ４自然科学 岡本  浩嗣 監修 学習研究社 2005年

3011 前立腺癌の間欠的内分泌療法 : 導入の手引きと最適なプロトコール ４自然科学 赤倉  功一郎 編集 メジカルビュー社 2005年

3012 ペインクリニック診断・治療ガイド : 痛みからの解放とその応用 ４自然科学 大瀬戸  清茂 総編集 日本医事新報社 2005年

3013 臨床からみた頭部CT・MRI ４自然科学 小張  昌宏 著 中外医学社 2005年

3014 感染症を制御する ４自然科学 渡辺  武 南山堂 2005年

3015 画像情報処理 ４自然科学 鳥脇  純一郎  編著 コロナ社 2005年

3016 消化器癌の診断・治療 : 内視鏡と病理の接点 ４自然科学 藤盛  孝博 新興医学出版社 2005年

3017 症例で学ぶ画像診断トレーニング ４自然科学 古井  滋  編集 中外医学社 2005年

3018 生理学 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2005年

3019 トピック呼吸管理の新たな動向 ４自然科学 安本  和正  編集 真興交易医書出版部 2005年

3020 臨床研究用語辞典 ４自然科学 Day  Simon サイエンティスト社 2005年

3021
下部消化管画像診断のピットフォール : 実例で学ぶ間違いやすい症例,わかりにくい症
例

４自然科学 神保  勝一  編集 中山書店 2005年

3022 心電図波形見きわめ完全ガイド ４自然科学 徳野  慎一 監修 照林社 2005年

3023 腎生検病理診断標準化への指針 ４自然科学
日本腎臓学会・腎病理診断標準化委員
会 編集

東京医学社 2005年

3024 透析療法マニュアル ４自然科学 信楽園病院腎センター 編著 日本メディカルセンター 2005年

3025 プライマリ・ケア用語集 ４自然科学 日本プライマリケア学会 編 エルゼビア・ジャパン 2005年

3026 医用電子工学 ４自然科学 松尾  正之  [ほか] 共著 コロナ社 2005年

3027 電子カルテで変わる日本の医療 ４自然科学 小西  敏郎  1947- インターメディカ 2005年

3028 ナースのためのすぐわかる検査値ガイドブック ４自然科学 西崎  統  監修 ナツメ社 2005年

3029 バイオマテリアル ４自然科学 岩田  博夫 著 共立出版 2005年

3030 わかる身につく医療コミュニケーションスキル ４自然科学 沢村  敏郎 メディカルレビュー社 2005年

3031 誤りやすい異常脳波 ４自然科学 市川  忠彦  著 医学書院 2005年

3032 医療禁忌マニュアル ４自然科学 富野  康日己  総編集 医歯薬出版 2005年

3033 各科に役立つ救急処置・処方マニュアル ４自然科学 北村  諭   [ほか] 編集 医歯薬出版 2005年

3034 看護学概論 : 看護追求へのアプローチ ４自然科学 Ryder-Shimazaki  Reiko 医歯薬出版 2005年

3035 救急羅針盤 : これがすべてだ救急医療 ４自然科学 太田  祥一 編集 荘道社 2005年

3036 今日から役立つマルチスライスCTプロトコール集 ４自然科学 櫛橋  民生 編著 中外医学社 2005年
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3037 呼吸器系マニュアル : 検査の基本と手技・診断のポイント ４自然科学 吉澤  靖之  編 羊土社 2005年

3038 消化器系マニュアル : 診断・治療のための検査手技 ４自然科学 久山  泰  編 羊土社 2005年

3039 新・胃X線撮影法(間接・直接)ガイドライン ４自然科学 日本消化器集団検診学会 メディカルレビュー社 2005年

3040 身体診察と基本手技 ４自然科学 倉本  秋  編集 メジカルビュー社 2005年

3041 心電図読み方ガイド ４自然科学
群馬県立心臓血管センター看護部 編
著

メヂカルフレンド社 2005年

3042 実習に役立つ病態マップ ４自然科学 メヂカルフレンド社 編集部 編 メヂカルフレンド社 2005年

3043 図説・クリニカルサインと臨床検査 ４自然科学 中野  昭一  編 医歯薬出版 2005年

3044 正常画像と並べてわかる腹部・骨盤部CT : ここが読影のポイント ４自然科学 扇  和之 羊土社 2005年

3045 組織病理アトラス ４自然科学 小池  盛雄  他編 文光堂 2005年

3046 スーパーローテート対応 ４自然科学 荒井  邦佳 編 文光堂 2005年

3047 ナースのためのnew心電図の教室 ４自然科学 中村  恵子 監修 学習研究社 2005年

3048 ナースのための心電図テキスト ４自然科学 斎藤  宣彦  編集 医学書院 2005年

3049 内科医のための薬の禁忌100 ４自然科学 富野  康日己  編集 医学書院 2005年

3050 薬学生のための臨床化学 ４自然科学 後藤  順一 南江堂 2005年

3051 薬物療法と禁忌 : 研修医必携 ４自然科学 岡田  一義 東京医学社 2005年

3052 MDCTの実践 : 臓器別の撮像法から3D imagingまで ４自然科学 森下  哲 編集 秀潤社 2005年

3053 医用工学概論 ４自然科学 嶋津  秀昭 医歯薬出版 2005年

3054 医療ガスの事故とその対策 : アンケート結果から学ぶ ４自然科学 渋谷  健 日本医療ガス学会 2005年

3055 解剖生理学 ４自然科学 坂井  建雄 医学書院 2005年

3056 化学 ４自然科学 岡崎  三代  1944- 医歯薬出版 2005年

3057 胸部 ４自然科学 櫛橋  民生 編著 医療科学社 2005年

3058 基礎からの血球観察ガイド ４自然科学 Bain  Barbara J 著
シュプリンガー・フェアラー
ク東京

2005年

3059 基礎からの臨床医学 ４自然科学 島本  佳寿広  編 名古屋大学出版会 2005年

3060 クリニカルPETポケットブック  : より効果的なPET検査のために : すぐに役立つ ４自然科学 塩見  進  監修・編著
大阪市立大学大学院医
学研究科核医学教室

2005年

3061 検査機器総論 ４自然科学 三村  邦裕 医歯薬出版 2005年

3062 こうして進める頭部画像の鑑別診断 ４自然科学 土屋  一洋 編著 秀潤社 2005年

3063
消化器マルチスライスCT技術 : CTおよび内視鏡検査者になくてはならない : 消化器撮
影のための二次元,三次元画像の構築

４自然科学 小倉  敏裕 [ほか]著 永井書店 2005年

3064 疾患・医薬品から引ける適応外使用論文検索ガイド ４自然科学 藤原  豊博 著 じほう 2005年

3065 疾患別最新処方 ４自然科学 矢崎  義雄 メジカルビュー社 2005年

3066 ゼロから学ぶ振動と波動 ４自然科学 小暮  陽三  著 講談社 2005年

3067 単純X線撮影必携 ４自然科学 山下  康行  監修 診断と治療社 2005年

3068 頭頸部top100診断 ４自然科学 Harnsberger  H. Ric
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

3069 日常診療での検査がわかる ４自然科学 児島  淳之介 医薬ジャーナル社 2005年
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3070 脳top100診断 ４自然科学 Osborn  Anne G
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

3071 泌尿器・生殖器・後腹膜・副腎 ４自然科学 吉田  祥二 金芳堂 2005年

3072 腹部top100診断 ４自然科学 Federle  Michael P
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

3073 薬剤投与 ４自然科学 救急救命士教育研究会 監修 へるす出版 2005年

3074 薬剤師のための臨床検査の知識 ４自然科学 池田  千恵子 著 じほう 2005年

3075 薬剤師のための臨床検査ハンドブック ４自然科学 前田  昌子 丸善 2005年

3076 生化学 ４自然科学 三輪  一智 医学書院 2005年

3077 微生物学 ４自然科学 南嶋  洋一 医学書院 2005年

3078 安全・確実に行うための最新注射・輸液マニュアル ４自然科学 上谷  いつ子 日本看護協会出版会 2005年

3079 医療ミスをなくす注射・点滴マニュアル  : 注射・輸液の方法と事故防止のポイント ４自然科学 畑尾  正彦 医学芸術社 2005年

3080 救急ナ－スのためのこれで安心！ ME機器 ４自然科学 阿久津功 編 メディカ出版 2005年

3081 ここから始まる医用ディジタル画像の世界 : 医用画像に携わる方へ ４自然科学 船水  憲一 著
日本放射線技師会出版
会

2005年

3082 心電図を学ぶ人のために ４自然科学 高階  経和  著 医学書院 2005年

3083 循環器系マニュアル : 診断・治療のための検査手技 ４自然科学 比江嶋  一昌  編 羊土社 2005年

3084 実践!呼吸機能検査 : 理論・測定・法規 ４自然科学 中村  雅夫  〔ほか〕著 真興交易医書出版部 2005年

3085 事例に学ぶ透析看護 ４自然科学 川口  良人 日本メディカルセンター 2005年

3086 人工呼吸ケアのポイント400 ４自然科学 卯野木  健  編著 メディカ出版 2005年

3087 電磁気学 ４自然科学 多田  泰芳 コロナ社 2005年

3088 フローチャートでみるナースのためのME機器トラブルチェック ４自然科学 加納  隆 [ほか] 執筆 南江堂 2005年

3089 臨床検査診断マニュアル ４自然科学 古沢  新平 永井書店 2005年

3090 臨床のための頸動脈エコー測定法 ４自然科学 山崎  義光  [ほか] 編 日本医事新報社 2005年

3091 PET(陽電子放射断層撮影装置)検診を受ける時に読む本 : 検診用語集 ４自然科学 プロジェクトBC PET用語編集委員会 編 秀潤社 2004年

3092 カーンすぐ読める心電図 ４自然科学 Khan  M. I. Gabriel 著 西村書店 2004年

3093 心カテーテル法・マスターガイド ４自然科学 宇井  進 著 診断と治療社 2004年

3094 診療放射線技師のための臨床実践ハンドブック ４自然科学 菊池  雄三 文光堂 2004年

3095 生体情報モニタ開発史 : 考証・評伝と未来像 ４自然科学 久保田  博南  著 真興交易医書出版部 2004年

3096 先端医学キーワード小辞典 ４自然科学 長野  敬  [ほか] 編集 医学書院 2004年

3097 手にとるようにわかる健診のための頸動脈エコー検査 : 検査手技とエビデンス ４自然科学 大阪府立健康科学センター 編著 ベクトル・コア 2004年

3098 どう活かす!どう使う!救急画像診断Q&A : 研修医からの質問361 ４自然科学 岡元和文 総合医学社 2004年

3099 内視鏡の洗浄・消毒マニュアル  : ガイドラインに基づいた消化器内視鏡の感染管理 ４自然科学 小越  和栄  監修 医学芸術社 2004年

3100 プライマリ・ケア実践のための臨床教育 ４自然科学 伴  信太郎 エルゼビア・ジャパン 2004年

3101 放電 ４自然科学
電気学会放電用語標準特別委員会 他 
編

コロナ社 2004年

3102 マンモグラフィ読影に必要な乳腺画像・病理アトラス ４自然科学 黒住  昌史  著 学際企画 2004年
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3103 臨床解剖断面アトラス ４自然科学 後藤  昇 三輪書店 2004年

3104 32枚のカルテ ４自然科学 中村  徹 医学通信社 2004年

3105 CT免許皆伝  : CD-ROMによる読影シミュレーション ４自然科学 福田  国彦 編著 日本医事新報社 2004年

3106 ECGブック ４自然科学 Houghton  Andrew R
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3107 アフェレシスマニュアル  : 難治疾患の治療革命 ４自然科学 日本アフェレシス学会 秀潤社 2004年

3108 医療画像処理実践テキスト ４自然科学 近藤  啓介 オーム社 2004年

3109 看護診断・実践・評価の実際 : 看護実践の系統的アプローチ ４自然科学 松木  光子  編集 南江堂 2004年

3110 感染症診療・感染対策に役立つ臨床微生物検査の基礎知識 ４自然科学 満田  年宏  著 国際医学出版 2004年

3111 研修医の救急対応をチェック! : 人のフリ見て我がフリ直す、体験型ケース検証 ４自然科学 繁田  正毅 編集 羊土社 2004年

3112 心臓核医学コンプリートマニュアル : 必須知識・基礎知識のすべてを網羅 ４自然科学 西村  重敬 メジカルセンス 2004年

3113 診療放射線技術 ４自然科学 山下  一也 南江堂 2004年

3114 生体リズムとゆらぎ ４自然科学 中尾  光之 コロナ社 2004年

3115 透析新人スタッフ・プリセプティ指導術 : 新人教育のなぜ?がわかる ４自然科学 岡山  ミサ子 メディカ出版 2004年

3116 内視鏡検査 : 治療・ケアがよくわかる本 ４自然科学 田中  雅夫  監修 照林社 2004年

3117 保健専門職のためのNBMワークブック : 臨床における物語共有学習のために ４自然科学 Greenhalgh  Trisha 金剛出版 2004年

3118
ポケット救急手技マニュアル : カラー写真とイラストで救急処置の手順が一目でわか
る!

４自然科学 繁田  正毅 編 羊土社 2004年

3119 薬剤師が関わる輸液療法のポイント ４自然科学 仲川  義人  編 医薬ジャーナル社 2004年

3120 薬剤師のための輸液・栄養療法 ４自然科学 東京都病院薬剤師会 薬事日報社 2004年

3121 クリティカルパスを活用した循環器疾患患者の早期退院マニュアル ４自然科学 藤本和輝 編集 メディカ出版 2004年

3122 3次元医用画像作成秘法マニュアル : Zio M900の基礎から臨床での活用法まで ４自然科学 高瀬  圭  編 メジカルビュー社 2004年

3123 医用画像工学 ４自然科学 岡部  哲夫 医歯薬出版 2004年

3124 気管挿管インストラクターハンドブック ４自然科学 田中  秀治  編著 東京法令出版 2004年

3125 血液成分治療 : 細胞療法の夜明けから臨床医療への応用 ４自然科学 広田  豊 医薬ジャーナル社 2004年

3126 診断X線の基礎 : 物理法則と臨床応用 ４自然科学 Aichinger  Horst [ほか] 共著 オーム社 2004年

3127 診療放射線技術 ４自然科学 山下  一也 南江堂 2004年

3128 当直医のための救急診断と治療 ４自然科学 土肥  修司  著 金原出版 2004年

3129 ナースのための図解検査の話 ４自然科学 芦川  和高 監修 学習研究社 2004年

3130 放射線治療機器・核医学検査機器 ４自然科学 三枝  健二  [ほか] 共著 コロナ社 2004年

3131 臨床試験のための中間解析 ４自然科学 村岡  了一 サイエンティスト社 2004年

3132 臨床ですぐに役立つ人工呼吸の知識 ４自然科学 小谷  透 編著 真興交易医書出版部 2004年

3133 EBM楽しい演習帳 ４自然科学 Glasziou  Paul P 金芳堂 2004年

3134 MRI応用自在 ４自然科学 高原  太郎 メジカルビュー社 2004年

3135 MRIの基本パワーテキスト ４自然科学 Hashemi  Ray H
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年
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3136 看護・医療事故防止自己学習CD-ROMプログラム ４自然科学 内海  眞 医歯薬出版 2004年

3137 知っておきたい遺伝子治療の基礎知識 ４自然科学 Burdette  Walter J 著 タカラバイオ 2004年

3138 新臨床研修のための救急診療ガイドライン : 小児から成人の救急トリアージと処置 ４自然科学 岡元  和文  [ほか] 編集 総合医学社 2004年

3139 ナース・研修医のための心電図が好きになる! ４自然科学 山下  武志  著 南江堂 2004年

3140 腹部エコーのABC ４自然科学 竹原  靖明 [ほか] 編集 日本医師会 2004年

3141 臨床試験のデザインと解析 ４自然科学 Fleiss  Joseph L  1937- アーム 2004年

3142 ロビンス 基礎病理学 ４自然科学 Kumar  Vinay 廣川書店 2004年

3143 CT胸部アトラス ４自然科学 酒井  文和  著 ベクトル・コア 2004年

3144 エコ蔵じいさんの楽しい腹部超音波診断 ４自然科学 朝井  均  監修 金芳堂 2004年

3145 核医学検査技術学 ４自然科学 佐々木  雅之  編集 南山堂 2004年

3146 救急医療 ４自然科学 宮城  良充 編集 診断と治療社 2004年

3147 クリニカルPET一望千里 ４自然科学 西村  恒彦 メジカルビュー社 2004年

3148 研修医のための実践臨床麻酔マニュアル : 大阪大学麻酔科研修マニュアル ４自然科学 林  行雄 編著 永井書店 2004年

3149 症例からみた胃X線読影法 ４自然科学 中村  信美 著 医療科学社 2004年

3150 症例からみた胃X線読影法 ４自然科学 中村  信美 著 医療科学社 2004年

3151 事例で学ぶOSCE基本臨床技能試験のコアスキル ４自然科学 Dornan  Tim 西村書店 2004年

3152 電子カルテデータブック ４自然科学
眼科 電子カルテデータブック編集委員
会

金原出版 2004年

3153 なっとくする物理化学 ４自然科学 佐藤  博保  著 講談社 2004年

3154 臨床実習フィールドガイド ４自然科学 石川  朗 南江堂 2004年

3155 臨床推論 ４自然科学 後藤  英司  編 メジカルビュー社 2004年

3156 EBMがわかる ４自然科学 Greenhalgh  Trisha 著 金芳堂 2004年

3157 How to useクリニカル・エビデンス ４自然科学 浦島  充佳  著 医学書院 2004年

3158 PEG(胃瘻)栄養 : 適切な栄養管理を行うために ４自然科学
関西経皮内視鏡的胃瘻造設術研究会 
編集

フジメディカル出版 2004年

3159 必ずうまくいく!気管挿管 : カラー写真とイラストでわかる手技とコツ ４自然科学 青山  和義  著 羊土社 2004年

3160 クリティカルケアオンコール ４自然科学 Lefor  Alan T 編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3161 経皮的心肺補助法 : PCPSの最前線 ４自然科学 松田  暉 監修 秀潤社 2004年

3162
研修医・看護師のための心臓カテーテル最新基礎知識  : 心臓カテーテルなんて怖くな
い!

４自然科学 中川  義久  著 三輪書店 2004年

3163 ペインクリニシャンのためのオピオイドの基礎と臨床 ４自然科学 小川  節郎  編集 真興交易医書出版部 2004年

3164 放射線防護マニュアル  : 安全な放射線診断・治療を求めて ４自然科学 草間  朋子  著 日本医事新報社 2004年

3165 臨床医のための免疫キーワード110 ４自然科学 矢田  純一 著 日本医事新報社 2004年

3166 レベルアップ心電図 ４自然科学 山科  章 医学書院 2004年

3167 3次元心エコーテキスト ４自然科学 伊藤  浩 文光堂 2004年

3168 FDG-PETマニュアル : 検査と読影のコツ ４自然科学 陣之内  正史 編著 インナービジョン 2004年
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3169 関節ニュートラル整体 ４自然科学 及川  雅登  著
ベースボール・マガジン
社

2004年

3170 公衆衛生学 ４自然科学 川上  憲人 医学書院 2004年

3171 最善の医療をめざして ４自然科学 Hamer  Susan エルゼビア・ジャパン 2004年

3172 消化管 ４自然科学 佐藤  達雄  著 医学教育出版社 2004年

3173 消化管超音波診断ビジュアルテキスト ４自然科学 春間  賢 編集 医学書院 2004年

3174 電子カルテシステムの普及に向けて ４自然科学 医療マネジメント学会 じほう 2004年

3175 肺血栓塞栓症/深部静脈血栓症(静脈血栓塞栓症)予防ガイドライン ４自然科学
肺血栓塞栓症/深部静脈血栓症(静脈
血栓塞栓症)予防ガイドライン作成委員
会 著

メディカルフロントインター
ナショナルリミテッド

2004年

3176 マッチング・システム傾向と対策 ４自然科学 リブロサイエンス リブロ・サイエンス 2004年

3177 臨床検査総論 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2004年

3178 臨床工学ポケットハンドブック ４自然科学 川崎  忠行 医薬ジャーナル社 2004年

3179 How to makeクリニカル・エビデンス ４自然科学 浦島  充佳  1962- 医学書院 2004年

3180 医事法学概論 ４自然科学 菅野  耕毅  著 医歯薬出版 2004年

3181 看護と法 : 人権・看護実践・現代医療 ４自然科学 大森  武子 医歯薬出版 2004年

3182 緊急患者の麻酔 : 基礎と実際 ４自然科学 Adams  A. P 秀潤社 2004年

3183 消化管エコーの診かた・考えかた ４自然科学 湯浅  肇 医学書院 2004年

3184 消化器内視鏡NOW ４自然科学 丹羽  寛文 監修 日本メディカルセンター 2004年

3185 診察エッセンシャルズ ４自然科学 松村  理司  編著 日経メディカル開発 2004年

3186 心電図免許皆伝 ４自然科学 小沢  友紀雄 著 日本医事新報社 2004年

3187 心電図モニター ４自然科学 谷村  仲一  著 へるす出版 2004年

3188 腎生検ガイドブック : より安全な腎生検を施行するために ４自然科学
日本腎臓学会・腎生検検討委員会 編
集

東京医学社 2004年

3189 すぐわかる,すぐできる診療参加型臨床実習マニュアル ４自然科学 札幌医科大学医学部 編 三輪書店 2004年

3190 頭頸部CT・MRIマニュアル ４自然科学 酒井  修  著 中外医学社 2004年

3191 脳・頭頸部・脊椎・脊髄・甲状腺 ４自然科学 吉田  祥二 金芳堂 2004年

3192 一目でわかる患者診断学 ４自然科学 Gleadle  Jonathan 著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3193 ビジュアル臨床血液形態学 ４自然科学 平野  正美 南江堂 2004年

3194 麻酔科 ４自然科学 高野  義人 監修 海馬書房 2004年

3195 役に立つ呼吸管理の実際 : プレホスピタルから在宅まで ４自然科学 野口  宏 真興交易医書出版部 2004年

3196 臨床免疫学 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2004年

3197 CT造影理論 ４自然科学 市川  智章 編集 医学書院 2004年

3198 MRI撮像ポケットアトラス ４自然科学 Möller  Torsten B
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3199 一般処置 ４自然科学 奈良  信雄 編 羊土社 2004年

3200 イベント心電図 ４自然科学 小沢  友紀雄  著 中外医学社 2004年

3201 エックス線診断と生体構造 ４自然科学 佐藤  巌 南山堂 2004年
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3202 肝の最新MRI ４自然科学 谷本  伸弘  編著 金原出版 2004年

3203 外来全科痛み治療マニュアル ４自然科学 高木  誠 三輪書店 2004年

3204 検査データの生理的変動 ４自然科学 Fraser  Callum G 著 医歯薬出版 2004年

3205 根拠がわかる臨床検査Q&A ４自然科学 奈良  信雄  著 南江堂 2004年

3206 こんなのはじめて!心電図サバイバル・テキスト ４自然科学 Chernecky  Cynthia C [ほか著] 南江堂 2004年

3207 新高周波カテーテルアブレーションマニュアル ４自然科学 奥村  謙 南江堂 2004年

3208 診察と検査 ４自然科学 奈良  信雄 編 羊土社 2004年

3209 心臓カテーテルハンドブック ４自然科学 Kern  Morton J 編著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3210 心電図の学び方 ４自然科学 前田  如矢  著 金芳堂 2004年

3211 重症救急患者管理とモニタリング ４自然科学 島崎  修次  編集 秀潤社 2004年

3212
独立開業自力でなれる足ツボ&リフレクソロジスト : 癒楽式足の施術完全マニュアル公
開!

４自然科学 室田  達哉  著 飯塚書店 2004年

3213 ナースのための画像診断ノート ４自然科学 河野  敦  著 中外医学社 2004年

3214 日英対訳で学ぶ米国の臨床医学 ４自然科学 Schiemel  Andrew W 南山堂 2004年

3215 日英対訳で学ぶ米国の臨床医学 ４自然科学 Schiemel  Andrew W 南山堂 2004年

3216 初めて学ぶ人のためのカイロプラクティック学の入門 ４自然科学 村上  一男  著 とりい書房 2004年

3217 プライマリ・ケア実践ハンドブック ４自然科学 日本プライマリケア学会 編 エルゼビア・ジャパン 2004年

3218 放射線基礎医学 ４自然科学 青山  喬 金芳堂 2004年

3219 薬物治療学 ４自然科学 南  勝  他著 南山堂 2004年

3220 臨床化学 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2004年

3221 臨床実習へのステップアップ ４自然科学 Mehta  Samir [ほか]編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3222 臨床力ベーシック ４自然科学 黒田  俊也  著 シービーアール 2004年

3223 Case records of the Massachusetts General Hospital collection ４自然科学 永井  良三 南江堂 2004年

3224 IVRの臨床と被曝防護 ４自然科学 中村  仁信 医療科学社 2004年

3225 NIH臨床研究の基本と実際 ４自然科学 Gallin  John I 編 丸善 2004年

3226 絵でわかる病変・疾病のみかたと考えかた ４自然科学 高木  實 文光堂 2004年

3227 絵でわかる病変・疾病のみかたと考えかた ４自然科学 高木  實 文光堂 2004年

3228 エンドオブライフ・ケア ４自然科学 Kuebler  Kim K 医学書院 2004年

3229 カテーテルスタッフのための心血管画像学テキスト ４自然科学 循環器画像技術研究会 編 医歯薬出版 2004年

3230 感覚情報処理 ４自然科学 安井  湘三  1 コロナ社 2004年

3231 基本臨床技能修得マニュアル ４自然科学 千田  勝一 医歯薬出版 2004年

3232 ケリーMRI解剖学 ４自然科学 Kelley  Lorrie L 丸善 2004年

3233 研修医のための救急治療マニュアル ４自然科学 葛西  猛 著 診断と治療社 2004年

3234 声に出して覚える心電図 : 7つのスーパーフレーズで自然に身につく ４自然科学 高沢  謙二  著 南江堂 2004年
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3235 これで納得レジデントのためのCT診断 : Q&Aでわかる ４自然科学 荒木  力  著 南江堂 2004年

3236 新編臨床医学概論 ４自然科学 金森勇雄 [ほか] 編著 医療科学社 2004年

3237 診療画像機器 ４自然科学 青柳  泰司  [ほか] 共著 コロナ社 2004年

3238 中医治療学マニュアル ４自然科学 高  明 メディカルユーコン 2004年

3239 超音波内視鏡Up to now ４自然科学 村田  洋子 メジカルビュー社 2004年

3240 肺感染症と画像診断 ４自然科学 佐藤  哲夫  編著 医療科学社 2004年

3241 標準MRI ４自然科学 McRobbie  Donald W  [ほか] 共著 オーム社 2004年

3242 ペインマネジメント : 痛みの評価と診療手順 ４自然科学 後藤  文夫 南江堂 2004年

3243 放射線治療物理学 ４自然科学 西台  武弘  著 文光堂 2004年

3244 臨床医学各論 ４自然科学 奈良信雄 [ほか]著 医歯薬出版 2004年

3245 ALI/ARDS : acute lung injury/acute respiratory distress syndrome ４自然科学 相川  直樹  監修 医薬ジャーナル社 2004年

3246 医動物学 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2004年

3247 エッセンシャルX線解剖学図譜 ４自然科学 多田  信平 医療科学社 2004年

3248 漢方・中医学臨床マニュアル ４自然科学 森  雄材 医歯薬出版 2004年

3249 検査管理総論 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2004年

3250 検査・検査値まるわかり事典 ４自然科学 森  三樹雄  監修 西東社 2004年

3251 公衆衛生 ４自然科学 星  旦二  著者代表 医学書院 2004年

3252 初学者のための心電図問答 ４自然科学 兼本  成斌  著 中外医学社 2004年

3253 ナースのための臨床の疑問知っておきたいQ&A 160 ４自然科学 『エキスパートナース』編集部 編 照林社 2004年

3254 臨床試験データマネジメント ４自然科学 大橋  靖雄  1954- 医学書院 2004年

3255 わかりやすい脳脊髄のMR・CT : 診断のポイントと症例集 ４自然科学 宮上  光祐 著 新興医学出版社 2004年

3256 10分間診断マニュアル ４自然科学 Taylor  Robert B 編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3257 ケースレビュー核医学診断 ４自然科学 Ziessman  Harvey A
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

3258 新放射線医学 ４自然科学 宗近  宏次  監修・執筆 日本医事新報社 2004年

3259 心肺(脳)蘇生法の実際  : 心停止、呼吸停止における緊急処置 ４自然科学 小浜  啓次  著 へるす出版 2004年

3260 生体信号処理の基礎 ４自然科学 佐藤  俊輔 コロナ社 2004年

3261 臨床研修実践マニュアル ４自然科学 奈良  信雄 編 南江堂 2004年

3262 臨床生理学 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2004年

3263 OSCEトレガイド ４自然科学 山崎  洋次 医学評論社 2003年

3264 医用工学 : 医療技術者のための電気・電子工学 ４自然科学 若松  秀俊 共立出版 2003年

3265 医療用高分子材料の展開 ４自然科学 中林  宣男  監修 シーエムシー出版 2003年

3266 救急医療実践マニュアル : 研修医必携 ４自然科学 日経メディカル 編集 日経BP社 2003年

3267 基本からわかる大腸疾患の精密内視鏡診断 ４自然科学 田中  信治  編集 中山書店 2003年
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3268 経筋療法 ４自然科学 富田  満夫 創風社 2003年

3269 研修医のための輸液療法 ４自然科学 浅野  泰  編集 朝倉書店 2003年

3270 細胞診 : 標本の作製から診断まで ４自然科学 水口  国雄  編著 診断と治療社 2003年

3271 実践上部消化管造影臨床画像評価法 ４自然科学 大阪消化管撮影技術研究会 金原出版 2003年

3272 問題を解きながら慢性疾患を学ぶ ４自然科学 木村  健 編著 じほう 2003年

3273 薬剤師が知っておきたい臨床知識 ４自然科学 後藤  光良 じほう 2003年

3274 薬物療法学 ４自然科学 石崎  高志 南江堂 2003年

3275 リアル・エビデンス ４自然科学 Godwin  Marshall エルゼビア・ジャパン 2003年

3276 臨床医学入門 ４自然科学 河田  光博 講談社 2003年

3277 臨床血液学 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2003年

3278 臨床検査 ４自然科学 松尾  収二  医学監修 メディカ出版 2003年

3279 CPRインストラクターズガイド ４自然科学 山本  保博 編 医学書院 2003年

3280 ICUマニュアル ４自然科学 Irwin  Richard S
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

3281 核医学画像診断ハンドブック : 良い読影と効果的な利用のために ４自然科学 中嶋  憲一  編集 エルゼビア・ジャパン 2003年

3282 吸入薬編 ４自然科学 足立  満  編 医薬ジャーナル社 2003年

3283 抗菌薬ポケットマニュアル ４自然科学 永井  英明  著 ヴァンメディカル 2003年

3284 国際標準化のための臨床検査英和辞典 ４自然科学 河合  忠  編著 薬事日報社 2003年

3285 消化器CT・MRI : 読み方,考え方 ４自然科学 大友  邦  編著 日本メディカルセンター 2003年

3286 診療放射線技師画像検査フルコース ４自然科学 中沢  靖夫  編集 メジカルビュー社 2003年

3287 ゼッタイわかる頭部写真の読み方 ４自然科学 百島  祐貴 著 医学教育出版社 2003年

3288 なるほど!!医用3次元画像 : 考え方と処理法の虎の巻 ４自然科学 高原  太郎  編集 秀潤社 2003年

3289 必修化対応臨床研修マニュアル ４自然科学 白浜雅司 [ほか] 編集 羊土社 2003年

3290 見逃し症例から学ぶ日常診療のピットフォール ４自然科学 生坂  政臣 著 医学書院 2003年

3291 やってみようよ!心電図 ４自然科学 高階  経和 著 インターメディカ 2003年

3292 輸液・輸血・救急薬today ４自然科学 山本  保博  [ほか] 編著 メディカ出版 2003年

3293 臨床検査医学総論 ４自然科学 新臨床検査技師教育研究会 編 医歯薬出版 2003年

3294
臨床研修医のための鎮痛・鎮静薬ハンドブック : 周術期全身管理からICU・救急医療・
ペインクリニックまで

４自然科学 奥田  隆彦 真興交易医書出版部 2003年

3295 EBM正しい治療がわかる本 ４自然科学 福井  次矢  著 法研 2003年

3296 いまさら聞けない腹部エコーの基礎 : CD-ROMで超音波講習会を再現 ４自然科学 東  義孝 著 秀潤社 2003年

3297 肝・胆・膵・脾 ４自然科学 山下  康行  著 中外医学社 2003年

3298 画像診断を考える ４自然科学 西村  一雅 秀潤社 2003年

3299 胸部CT・MRIマニュアル ４自然科学 櫛橋  民生 編著 中外医学社 2003年

3300 基礎から学んでトラブルに対応ME機器マニュアル ４自然科学 久保  寿子 編著 真興交易医書出版部 2003年
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3301 高齢者の病態生理と麻酔の臨床 ４自然科学 花岡  一雄 真興交易医書出版部 2003年

3302 消化管・肝・胆・膵 ４自然科学 中尾  宣夫 金芳堂 2003年

3303 診療放射線技師パターン学習帳click & click ４自然科学 福士  政広  編集 メジカルビュー社 2003年

3304 図解鍼灸臨床手技マニュアル ４自然科学 尾崎  昭弘  著 医歯薬出版 2003年

3305 大腸内視鏡の前処置と挿入 ４自然科学 神保  勝一  編集 中山書店 2003年

3306 ひと目でわかる救急初期診療ガイド ４自然科学 Stead  Latha G 総合医学社 2003年

3307 病院の検査がわかる本 ４自然科学 小野  繁  監修・執筆 学習研究社 2003年

3308
輸液療法の進め方ノート : 体液管理の基本から手技・処方までのポイントがわかる実
践マニュアル

４自然科学 杉田  学 編集 羊土社 2003年

3309 医学生のための放射線医学 ４自然科学 福田  国彦  [ほか] 編集 金原出版 2003年

3310 異常心電図  : ミネソタコードと臨床 : 心電図自動診断の正しい解釈 ４自然科学 渡辺  孝  著 日本メディカルセンター 2003年

3311 イラストレイテッド心電図を読む : 鑑別に迷わないために ４自然科学 土居  忠文 著 南江堂 2003年

3312 医療ガスハンドリングマニュアル ４自然科学 小川  竜  監修 診断と治療社 2003年

3313 救急外来診療で役立つ症候からの鑑別診断の進めかた ４自然科学 瀧  健治  [ほか] 編 羊土社 2003年

3314 胸部写真の読み方と楽しみ方 ４自然科学 佐藤  雅史 著 秀潤社 2003年

3315 これならわかる!かんたんポイント心電図 ４自然科学 奥出  潤 著 医学書院 2003年

3316 知っていて安心心電図の基礎 ４自然科学 坂元  イツ子 日本看護協会出版会 2003年

3317 電子カルテが医療を変える ４自然科学 里村  洋一  編著 日経BP社 2003年

3318 ホルモン補充療法ガイドブック ４自然科学 Dennerstein  Lorraine 丸善 2003年

3319 臨床医学概論 ４自然科学 福井  次矢 建帛社 2003年

3320 アルブミン臨床マニュアル : 適正使用の実際 ４自然科学 山本  保博  監修 メディカルレビュー社 2003年

3321 医療機器の歴史 : 最先端技術のルーツを探る ４自然科学 久保田  博南  著 真興交易医書出版部 2003年

3322 エビデンスに基づいた患者中心の医療面接 ４自然科学 Smith  Robert Charles  著 診断と治療社 2003年

3323 緊急気道管理マニュアル : ERスペシャリストを目指す人のためのアドバンステクニック ４自然科学 Walls  Ron M 代表編者
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

3324 検査値ポケットマニュアル ４自然科学 只野  寿太郎  編著 医歯薬出版 2003年

3325 ダイナミックメディシン ４自然科学 辻省次 [ほか] 編集主幹 西村書店 2003年

3326 ダイナミックメディシン ４自然科学 辻省次 [ほか] 編集主幹 西村書店 2003年

3327 パターン分類による画像診断 ４自然科学 松島  敏春 国際医学出版 2003年

3328 病棟薬剤師の活動(プレアボイド)に生かされるMRの知識 ４自然科学 林  昌洋 エルゼビア・ジャパン 2003年

3329 輸液・栄養リファレンスブック ４自然科学 小野寺  時夫  編 メディカルトリビューン 2003年

3330 臨床検査新・基準値ノート ４自然科学 河合  忠 薬事日報社 2003年

3331 臨床のためのEBM入門 ４自然科学 Guyatt  Gordon 医学書院 2003年

3332 代替療法と免疫力・自然治癒力 ４自然科学 ほんの木 編 ほんの木 2003年

3333 ICU(集中治療室)での病態管理と急変時に役立つQ&A ４自然科学 三宅  康史 編集 羊土社 2003年
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3334 医療現場の滅菌 ４自然科学 日本医科器械学会 監修 へるす出版 2003年

3335 ダイナミックメディシン ４自然科学 辻省次 [ほか] 編集主幹- 西村書店 2003年

3336 ダイナミックメディシン ４自然科学 辻省次 [ほか] 編集主幹 西村書店 2003年

3337 ダイナミックメディシン ４自然科学 辻  省次 [ほか] 編集主幹 西村書店 2003年

3338 ノーベル賞の質量分析法で病気を診る ４自然科学 清水  章  著 岩波書店 2003年

3339 臨床医のための抗生物質Q&A ４自然科学 飯国  弥生  著 日本医学出版 2003年

3340
救急医療適切な診断と治療のためのQ&A : 今すぐ正しい処置が必要な患者への対応
がわかる一問一答!

４自然科学 三宅  康史 編集 羊土社 2003年

3341 最近の人工呼吸法のながれ : 人工呼吸法の変遷からnon-invasive ventilationまで ４自然科学 坂本  篤裕 真興交易医書出版部 2003年

3342 自己血輸血実施上のマネジメント ４自然科学 高橋  孝喜 編 医薬ジャーナル社 2003年

3343 麻酔・周術期管理に役立つ臨床モニター機器の知識と使い方 ４自然科学 並木  昭義 真興交易医書出版部 2003年

3344 レジデント初期研修マニュアル ４自然科学 小泉  俊三  [ほか]編集 医学書院 2003年

3345 救急疾患のIVR  : 手技の実際とポイント ４自然科学 隈崎  達夫 メジカルビュー社 2003年

3346 胸腹部CT診断のランドマーク : 急性疾患を中心として ４自然科学 栗林  幸夫  監修 金原出版 2003年

3347 胸部X線診断クイズ : Q&A形式で学ぶ画像読影のポイントとエッセンス ４自然科学 櫛橋  民生 編著 日本医事新報社 2003年

3348 血液ガステキスト ４自然科学 工藤  翔二 文光堂 2003年

3349 これだけは知っておきたい内視鏡室のリスクマネジメント ４自然科学 赤松  泰次  編集 南江堂 2003年

3350 消化器疾患の造影エコーup date ４自然科学 松井  修 南江堂 2003年

3351 心電図デジタルガイド インタラクティブトレーニングCD-ROM ４自然科学 平岡  昌和  1940- ライフサイエンス出版 2003年

3352 肺機能テキスト ４自然科学 毛利  昌史 文光堂 2003年

3353 一目でわかる輸液 ４自然科学 飯野  靖彦  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

3354 よくわかる心電図 : 十二誘導心電図から心臓病を解き明かす ４自然科学 山沢  堉宏  著 エルゼビア・ジャパン 2003年

3355 理学療法チェックリスト ４自然科学 網本  和 三輪書店 2003年

3356 臨床検査技師のための救急医療マニュアル ４自然科学 〆谷  直人  著 医歯薬出版 2003年

3357 臨床研修救急一直線 ４自然科学 丸藤  哲  編集 南江堂 2003年

3358 臨床医のための抗微生物薬化学療法 ４自然科学 上田  泰  [ほか]編著 ライフ・サイエンス 2003年

3359 EBM健康診断  第2版 ４自然科学 矢野  栄二  1947- 医学書院 2003年

3360 肝・胆・膵 ４自然科学 五味  達哉 著 医学教育出版社 2003年

3361 画像診断検査早わかり集 ４自然科学 成田  浩人 著 真興交易医書出版部 2003年

3362 救急ケアで使う薬剤ノート ４自然科学 山本  保博  編著 メディカ出版 2003年

3363 救急最前線が危ない! ４自然科学 曾根  秀輝  著 文芸社 2003年

3364 胸部X線解法テキスト ４自然科学 松永  尚文  編集 メジカルビュー社 2003年

3365 基準値ハンドブック ４自然科学 巽  典之 編著 南江堂 2003年

3366 基礎と臨床のための動物の心電図・心エコー・血圧・病理学検査 ４自然科学 菅野  茂 アドスリー 2003年
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3367 血液のレオロジーと血流 ４自然科学 菅原  基晃 コロナ社 2003年

3368 検査のすべて ４自然科学 小橋  隆一郎  著 主婦の友社 2003年

3369 診察法 ４自然科学 山沢  堉宏  著 エルゼビア・ジャパン 2003年

3370 生命維持装置の緊急事態とその対策 : わたしはこう考え,こうする ４自然科学 阿岸  鉄三 秀潤社 2003年

3371 大腸内視鏡挿入手技の基本 ４自然科学 臨牀消化器内科編集委員会企画 編集 日本メディカルセンター 2003年

3372 手にとるようにわかる頸動脈エコーマニュアル : 撮り方から計測まで ４自然科学 堤  由紀子 著 ベクトル・コア 2003年

3373 電子カルテ構築の真実 ４自然科学 桑鶴  良平  1960- インナービジョン 2003年

3374 脳工学 ４自然科学 武田  常広 コロナ社 2003年

3375 ひと目でわかる心エコー診断 ４自然科学 吉川  純一  編 文光堂 2003年

3376 腹部エコー法マスターガイド ４自然科学 荒木  康之 診断と治療社 2003年

3377 放射性同位元素検査技術学 ４自然科学 村中  明 医学書院 2003年

3378 放射線診断機器工学 ４自然科学 岡部  哲夫 医歯薬出版 2003年

3379 保険診療におけるカルテ記載のあり方 ４自然科学 高木  泰 著 診断と治療社 2003年

3380 脈をどう診るか : 新しい脈波の臨床応用 ４自然科学 小沢  利男 メジカルビュー社 2003年

3381 臨床医学入門 ４自然科学 山元  寅男  編著 建帛社 2003年

3382 臨床研修ルールブック ４自然科学 岡田  定  編 三輪書店 2003年

3383 臨床医のためのデジカメ活用マニュアル ４自然科学 中村  健一  著 中山書店 2003年

3384 EBMの正しい理解と実践Q&A ４自然科学 能登  洋 著 羊土社 2003年

3385 基準値ピットフォール小事典 ４自然科学 中井  利昭  著 中外医学社 2003年

3386 基本的臨床技能ヴィジュアルノート ４自然科学 松岡  健 編 医学書院 2003年

3387 血液検査学 ４自然科学 古沢  新平 医学書院 2003年

3388 呼吸器領域の超音波医学 : 超音波からみた臨床 ４自然科学 檀原  高  著 克誠堂出版 2003年

3389
新・図解日常診療手技ガイド : 実地医家・研修医・医学生のための : ベッドサイドで必
要な手技・手法のすべて

４自然科学 和田  攻  [ほか]編 文光堂 2003年

3390 心電図検査のコツと落とし穴 ４自然科学 小川  聡  編集 中山書店 2003年

3391 心不全のバイオメカニクス ４自然科学 北畠  顕 コロナ社 2003年

3392 診療画像解剖学テキスト ４自然科学 小谷  正彦  著 文光堂 2003年

3393 スキルアップのための臨床検査サブノート ４自然科学 中井  利昭  著 南山堂 2003年

3394 生体細胞・組織のリモデリングのバイオメカニクス ４自然科学 林  紘三郎 コロナ社 2003年

3395 生理検査学・画像検査学 ４自然科学 清水  加代子 [ほか]執筆 医学書院 2003年

3396 電子カルテ入門 ４自然科学 佐藤  範男  1949-
産労総合研究所出版部
経営書院

2003年

3397 頭部血管内手術のための画像診断 ４自然科学 根岸  正敏 著 メジカルビュー社 2003年

3398 病院で受ける検査がわかる本 ４自然科学 高木  康 法研 2003年

3399 ポケット輸液マニュアル : 正しく使うための基本と疾患別療法 ４自然科学 北岡  建樹  編集 羊土社 2003年
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3400 臨床検査総論 ４自然科学 伊藤  機一  [ほか] 執筆 医学書院 2003年

3401 臨床に生かす体液管理・輸液マニュアル ４自然科学 相川  直樹  監修 照林社 2003年

3402 冠循環への新しいアプローチ : Beyond angiography ４自然科学 山口  徹 南江堂 2003年

3403 基本からわかるビジュアル心エコー ４自然科学 岩瀬  正嗣 中山書店 2003年

3404 研修医のためのDIC検査の手引き ４自然科学 岡嶋  研二  著 医薬ジャーナル社 2003年

3405 診療画像技術学--X線-- ４自然科学 金場  敏憲 オーム社 2003年

3406 超音波造影ガイドブック ４自然科学 森安  史典 金原出版 2003年

3407 内科診断学 ４自然科学 武内  重五郎  著 南江堂 2003年

3408 EBMに基づいた緊急時に必要な検査とその看護 ４自然科学 藤原正恵 メディカ出版 2003年

3409 Evidence-based medicine ４自然科学 Sackett  David L 著 エルゼビア・サイエンス 2003年

3410 医学概論 ４自然科学 日野原  重明 著 医学書院 2003年

3411 運動の生物学 ４自然科学 塚本  芳久 協同医書出版社 2003年

3412
がん放射線治療とケア・マニュアル : 放射線治療の基礎知識から腫瘍部位別の治療
法とケア、副作用のケアまで

４自然科学 辻井  博彦  監修 医学芸術社 2003年

3413 新・遠赤外線と医療革命 ４自然科学 東  善彦  著 冬青社 2003年

3414 保健医療福祉のしくみ : 看護と法律 ４自然科学 清水  嘉与子 医学書院 2003年

3415 目で見る心血管イベントの抑止 : 循環器外来患者指導の手引き ４自然科学 三石  績  著 金原出版 2003年

3416 医用工学概論 ４自然科学 田頭  功  著 医学書院 2002年

3417 ショックの臨床 ４自然科学 磯部光章 編集 医薬ジャーナル社 2002年

3418 実例で示す外来診療録の書き方のコツ ４自然科学 田村  康二  著 永井書店 2002年

3419 ゼロから学ぶ物理の1、2、3 ４自然科学 竹内  薫  著 講談社 2002年

3420 臨床医のためのステロイド薬  : 効果的な選び方・使い方 ４自然科学 橋本  博史 総合医学社 2002年

3421 MRIテクニックマニュアル ４自然科学 多田  信平  監修 南江堂 2002年

3422 X線・(造影)X線検査のマネジメント ４自然科学 中村  仁信  編 医薬ジャーナル社 2002年

3423 がんの痛みを救おう! : 「WHOがん疼痛救済プログラム」とともに ４自然科学 武田  文和  著 医学書院 2002年

3424 スイナ式整体マッサージ ４自然科学 Mercati  Maria 著 産調出版 2002年

3425 代謝・内分泌 ４自然科学 板垣  英二 海馬書房 2002年

3426 リウマチ科超音波検査アトラス ４自然科学 粕川  礼司 医薬ジャーナル社 2002年

3427 臨床医のための近赤外分光法 ４自然科学 日本脳代謝モニタリング研究会 編集 新興医学出版社 2002年

3428 遺伝子検査学 ４自然科学 須藤  加代子 医学書院 2002年

3429 急性血液浄化法マニュアル ４自然科学 篠崎  正博 南江堂 2002年

3430 血液循環健康法 ４自然科学 大杉  幸毅 著 たにぐち書店 2002年

3431 消化器診療ポケットブック : 上部消化管 ４自然科学 菅野  健太郎  編 ヴァンメディカル 2002年

3432 診療放射線技師国試突破のための画像診断機器ガイド ４自然科学 中沢  靖夫  編集 メジカルビュー社 2002年
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3433 実践診断指針 ４自然科学 出月  康夫  [ほか] 監修・編集 日本医師会 2002年

3434 先端技術が拓く医工学の未来 ４自然科学 古川  俊之  編 アドスリー 2002年

3435 内視鏡機器の洗浄・消毒の実際 ４自然科学 小越  和栄  編著 金原出版 2002年

3436 分子生物学、細胞遺伝学、細胞免疫学に基づく血液・固形腫瘍診断マニュアル ４自然科学 横田  昇平  編集 フジメディカル出版 2002年

3437 閉塞性動脈硬化症診療の実際 : 末梢循環障害の診療指針 ４自然科学 重松  宏 文光堂 2002年

3438 EBM実践のための統計学的Q&A ４自然科学 Bland  Martin 篠原出版新社 2002年

3439 下部消化管造影 ４自然科学 松川  正明 著 ベクトル・コア 2002年

3440 抗生物質治療ガイドライン ４自然科学
オーストラリア治療ガイドライン委員会 
原著

医薬ビジランスセンター 2002年

3441 呼吸器疾患の心身医療 ４自然科学 村松  芳幸 新興医学出版社 2002年

3442 重症院内肺炎の病態と治療 ４自然科学 原  耕平  編 医薬ジャーナル社 2002年

3443 ナースのための放射線医療 ４自然科学 放射線医学総合研究所 監修 朝倉書店 2002年

3444 日常診療に役立つ医療ガスと危機管理 ４自然科学 並木  昭義 真興交易医書出版部 2002年

3445 薬学領域における臨床医学 ４自然科学 篠原  力雄 廣川書店 2002年

3446 輸血療法とI&A : 輸血の安全性を保障する ４自然科学 長田  広司  編集 日本医学館 2002年

3447 IVRマニュアル ４自然科学 栗林  幸夫  [ほか]編集 医学書院 2002年

3448 救急シミュレーション : こんなときどうしよう? ４自然科学 氏家  良人  著 メディカ出版 2002年

3449 血液・造血器疾患の治療と看護 ４自然科学 堀田  知光 南江堂 2002年

3450 超音波診断装置 ４自然科学 伊東  正安 コロナ社 2002年

3451 脳梗塞急性期治療の進歩 : エダラボンの臨床 ４自然科学 大友  英一  編著 医薬ジャーナル社 2002年

3452 輸血ハンドブック ４自然科学 霜山  龍志  編集 医学書院 2002年

3453 臨床検査・診断ハンドブック ４自然科学 猪狩  淳  監修
エルゼビア・サイエンスミ
クス

2002年

3454 臨床工学技士標準テキスト ４自然科学 小野  哲章  [ほか] 編集 金原出版 2002年

3455
救急医療パーフェクトマニュアル : あらゆる角度から救急医療をマスターするための完
全実用ガイド

４自然科学 志賀  元 羊土社 2002年

3456 血管・血流アトラス : 頚部・四肢・腹部・脳 ４自然科学 寺島  茂 〔ほか〕著 ベクトル・コア 2002年

3457 周手術期におけるフォーカスチャーティング活用術 ４自然科学 川上  千英子 編著 メディカ出版 2002年

3458 心エコー法マスター・ガイド ４自然科学 木村  満 編著 診断と治療社 2002年

3459 睡眠障害の対応と治療ガイドライン ４自然科学
睡眠障害の診断治療ガイドライン研究
会

じほう 2002年

3460 スキルアップのための医療コミュニケーション ４自然科学 保坂  隆  1952- 南山堂 2002年

3461 内分泌代謝疾患・糖尿病診療マニュアル ４自然科学
大阪大学医学部附属病院内分泌・代謝
内科 編

医薬ジャーナル社 2002年

3462 肺炎の鑑別診断 : 画像と検査を中心に ４自然科学 中田  紘一郎 編集 医薬ジャーナル社 2002年

3463 臨床医のための臨床微生物学 ４自然科学 坂崎  利一 フジメディカル出版 2002年

3464 臨床医学・看護略語辞典 ４自然科学 エキスパートナース編集部 照林社 2002年

3465 医用画像検査技術学 ４自然科学 新開  英秀 南山堂 2002年
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3466 基本的臨床技能の学び方・教え方 ４自然科学
日本医学教育学会臨床能力教育ワー
キンググループ 編

南山堂 2002年

3467 周術期におけるBISモニターの臨床応用 ４自然科学 松木  明知 克誠堂出版 2002年

3468 心電図トレーニング ４自然科学 小沢  友紀雄  著 中外医学社 2002年

3469 事例で学ぶ医療コミュニケーション・スキル ４自然科学 Lloyd  Margaret 西村書店 2002年

3470 人工臓器物語 : コンタクトレンズから人工心臓まで ４自然科学 筏  義人  著 裳華房 2002年

3471 先生が燃え学生が燃えて学校がある ４自然科学 山本  克郎  著 地湧社 2002年

3472 続EBM実践ワークブック ４自然科学 名郷  直樹 著 南江堂 2002年

3473 大腸検査の正しいマネジメント ４自然科学 平塚  秀雄  編 医薬ジャーナル社 2002年

3474 はじめての心電図 ４自然科学 兼本  成斌  著 医学書院 2002年

3475 MEの基礎知識と安全管理 ４自然科学
日本エム・イー学会ME技術教育委員会 
監修

南江堂 2002年

3476 医学概論 ４自然科学 江部  充 著 コロナ社 2002年

3477 核医学検査技術学 ４自然科学 大西  英雄 オーム社 2002年

3478 すぐ身につく胸部CT ４自然科学 酒井  文和  編著 秀潤社 2002年

3479 全科レジデントデータブック ４自然科学 山科  章  編 医学書院 2002年

3480 総合外来初診の心得21か条 ４自然科学 福井  次矢 医学書院 2002年

3481 電磁気学 ４自然科学 後藤  尚久 コロナ社 2002年

3482 はじめて学ぶ救急医学 ４自然科学 松川  公一  監修
国際医療福祉大学出版
会

2002年

3483 標準治療 ４自然科学 寺下  謙三  総監修 日本医療企画 2002年

3484 腹部アトラス ４自然科学 関根  智紀 著 ベクトル・コア 2002年

3485 右脳で覚える12誘導心電図 ４自然科学 田中  喜美夫 医学芸術社 2002年

3486 EBMを飼いならす ４自然科学 山本  和利  1954- 中外医学社 2002年

3487 ゼッタイわかる心電図・心エコー図の読み方 ４自然科学 一色  高明 医学教育出版社 2002年

3488 頭部MRI診断のための画像解剖 ４自然科学 土屋  一洋  著 中外医学社 2002年

3489 ナースのための人工呼吸ケア ４自然科学 木村  謙太郎 ディジットブレーン 2002年

3490 非ステロイド性抗炎症薬の選択と適正使用 ４自然科学 山本  一彦  編集 日本医学出版 2002年

3491 腹部エコー診断メモ ４自然科学 佐藤  通洋 著 中外医学社 2002年

3492 放射線医学博識用語辞典 : 放射線診断こぼれ話 ４自然科学 多田  信平  著 日本医事新報社 2002年

3493 放射線計測学 ４自然科学 長  哲二  著 南山堂 2002年

3494 放射線診療用語集 ４自然科学 日本医学放射線学会 編 金原出版 2002年

3495 放射線治療技術 ４自然科学 増田  康治  編集 南山堂 2002年

3496 骨・関節X線像の読み方 ４自然科学 大田  仁史  著 医歯薬出版 2002年

3497 メディカルスタッフのためのコンピュータ入門 ４自然科学 菊地  真 秀潤社 2002年

3498 臨床医学 ４自然科学 稲本一夫,  [ほか] 執筆 医歯薬出版 2002年
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3499 わかる音響の基礎と腹部エコーの実技 ４自然科学 菅  和雄 東洋書店 2002年

3500 X線造影検査の実践 ４自然科学 金森  勇雄  [ほか]編著 医療科学社 2002年

3501 救急医学 : 救急患者の初期対応と以後の治療方針 ４自然科学 瀧  健治 新興医学出版社 2002年

3502 検査値読み方マニュアル ４自然科学 西崎  統  監修 ディジットブレーン 2002年

3503 ECGケース・スタディー ４自然科学 村松  準  編著 新興医学出版社 2002年

3504 ナースの臨床検査 ４自然科学 奈良  信雄  編著 中外医学社 2002年

3505 超音波 ４自然科学 千原  国宏  著 コロナ社 2001年

3506 X線イメージング ４自然科学 飯沼  武 コロナ社 2001年

3507 集中治療医学 ４自然科学 日本集中治療医学会 編 秀潤社 2001年

3508 ゼロから学ぶ力学 ４自然科学 都筑  卓司  著 講談社 2001年

3509 なっとくするベクトル ４自然科学 小野寺  嘉孝  著 講談社 2001年

3510 核医学イメージング ４自然科学 藤林  靖久 コロナ社 2001年

3511 生体物性/医用機械工学 ４自然科学 池田  研二 秀潤社 2000年

3512 血液ガストレーニング ４自然科学 諏訪  邦夫 中外医学社 2000年

3513 公衆衛生学 ４自然科学 広田  才之 [ほか] 編 共立出版 2000年

3514 遺伝子医療の時代 : 21世紀人の期待と不安 ４自然科学 Clark  William R  著 共立出版 1999年

3515 電子物性入門 ４自然科学 浜口  智尋  著 丸善 1999年

3516 遺伝子工学概論 ４自然科学 魚住  武司  著 コロナ社 1999年

3517 人工呼吸器 ４自然科学 都築  正和  編集 医学書院 1999年

3518 なっとくする音・光・電波 ４自然科学 都筑  卓司  著 講談社 1998年

3519 手にとるようにわかるナース・MEのための臨床工学ハンドブック ４自然科学
東邦大学医学部附属大橋病院臨床工
学部 編

ベクトル・コア 1998年

3520 手にとるようにわかるナース・MEのための臨床工学ハンドブック ４自然科学
東邦大学医学部附属大橋病院臨床工
学部 編

ベクトル・コア 1998年

3521 電磁理論演習 ４自然科学 熊谷  信昭 コロナ社 1998年

3522 分子遺伝学概論 ４自然科学 高橋  秀夫  著 コロナ社 1997年

3523 実験動物学 ４自然科学 谷口  博一 医歯薬出版 1997年

3524 医用電子・生体情報 ４自然科学 谷口  慶治 共立出版 1996年

3525 人工腎臓 ４自然科学 阿岸  鉄三 編集 医学書院 1996年

3526
MEをめぐる安全 : 電気的安全 電磁波・磁気の安全 機械的安全 熱的安全 光の安全 
放射線の安全 化学・生物学的安全 人的災害

４自然科学 菊地  真  編集 南江堂 1996年

3527 蛋白質工学概論 ４自然科学 渡辺  公綱 コロナ社 1995年

3528 バイオテクノロジーのためのコンピュータ入門 ４自然科学 中村  春木 コロナ社 1995年

3529 臨床医学総論 ４自然科学 鎌田  武信  〔ほか〕共著 コロナ社 1995年

3530 細胞工学概論 ４自然科学 村上  浩紀 コロナ社 1994年

3531 バイオミメティクス概論 ４自然科学 黒田  裕久 コロナ社 1994年
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3532 なっとくする熱力学 ４自然科学 都筑  卓司  著 講談社 1993年

3533
脳波計・筋電計・網膜電位計・誘発電位計・眼振計・超音波診断装置・赤外線診断装
置(サーモグラフィー)

４自然科学 石山  陽事  編 南江堂 1993年

3534 血液透析・血液濾過・血液灌流 ４自然科学 酒井  清孝 南江堂 1993年

3535 免疫学概論 ４自然科学 野本  亀久雄  著 コロナ社 1992年

3536 基礎医学 ４自然科学 伊藤  寛志 コロナ社 1991年

3537 生化学 ４自然科学 露木  英男 共立出版 1991年

3538 ペースメーカ・除細動器・人工心肺・補助循環 ４自然科学 小野  哲章  編集 南江堂 1990年

3539 今日の治療指針 : 私はこう治療している ４自然科学 山口徹 ［ほか］総編集 医学書院 1990年

3540 応用数学 ４自然科学 西村  千秋  著 コロナ社 1990年

3541
外科用手術装置・手術台・手術用無影灯・持続注入ポンプと吸引器・バイオクリーン
ルームと滅菌・その他の機器と電気設備

４自然科学 菊地  真 編集 南江堂 1989年

3542 血圧計・心拍出量計・血流計・脈波計・血液ガス分析装置・心臓カテーテル検査 ４自然科学 渡辺  敏  編集 南江堂 1988年

3543 人口呼吸器・麻酔器・酸素療法用機器・吸入療法用機器・医療ガスの安全 ４自然科学 渡辺  敏 編集 南江堂 1987年

3544 心電計・心電図モニタ・テレメータ ４自然科学 小野  哲章 南江堂 1987年

3545 ME技術マニュアル 医用機器・システム ４自然科学
ME技術振興協会ME技術マニュアル編
集委員会 編

コロナ社 1983年

3546 電気物性論入門 ４自然科学 Dekker  Adrianus J 著 丸善 1975年

3547 神経筋電気診断の実際 ４自然科学 園生雅弘，馬場正之編 星和書店 ー

3548 循環器領域におけるセロトニン研究の新たな展開 ４自然科学 下川宏明編 メディカルレビュ－社 ー

3549 臨床精神薬理 第5巻第12号 特集：抗うつ薬を徹底比較する ４自然科学 星和書店 ー

3550 Selected articles 主要病体・主要疾患の論文集 2008 ４自然科学 伊藤和香子 医療情報科学研究所 2008年

3551 Self assessment ４自然科学 国試対策問題編集委員会編 メディックメディア ー

3552 Data manual advanced internal medicine ４自然科学 医療情報科学研究所編 メディックメディア ー

3553 消化器の臨床 vol.5 no.3 転移を伴う胃癌をどう扱うか ４自然科学 桑山肇編 ヴァンメディカル ー

3554 入門・呼吸療法 改訂第2版 ４自然科学 大村昭人，安本和正編 克誠堂出版 ー

3555 臨床試験・治験用語・用例集 わかりやすい説明文書作成のために ４自然科学 内田英二ほか編著 じほう ー

3556 バイオマテリアルサイエンス ４自然科学 石原一彦ほか著 東京化学同人 ー

3557 人工臓器 2 代謝系人工臓器 (ME教科書シリ－ズ E-3) ４自然科学 酒井清孝編著 コロナ社 ー

3558 脳・脊髄のMRIとCT診断 ４自然科学 楢林勇，垰本勝司編 金芳堂 ー

3559 話題の医療と薬の知識 ナ－ス必携 ４自然科学 池亀俊美 著 日本看護協会出版会 ー

3560 図解・症状からみる老いと病気とからだ ４自然科学 髙橋龍太郎 著 中央法規出版 2002年

3561 図解・症状からみる老いと病気とからだ ４自然科学 髙橋龍太郎 著 中央法規出版 2002年

3562 図解・症状からみる老いと病気とからだ ４自然科学 髙橋龍太郎 著 中央法規出版 2002年

3563 からだの構造と機能 ４自然科学 Ａ．シェフラー 著 西村書店 2001年

3564 からだの構造と機能 ４自然科学 Ａ．シェフラー 著 西村書店 2001年
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3565 図説生理学 ４自然科学 中野昭一「ほか」 著 医学書院 2000年

3566 姿勢と動作 ４自然科学 齋藤 宏｢他｣ 著 メヂカルフレンド社 1977年

3567 日本人のからだ ４自然科学 鈴木隆雄 著 朝倉書店 1996年

3568 義肢装具のチェックポイント ４自然科学 日本整形外科学会 監修 医学書院 1998年

3569 装具 ４自然科学 武智秀夫 医学書院 1996年

3570 この一冊で在宅患者の主治医になれる ４自然科学 飯島克巳 編著 南山堂 2002年

3571 脳卒中後のコミュニケーション障害 ４自然科学 竹内愛子 協同医書出版 1999年

3572 在宅酸素療法Ｑ＆Ａ ４自然科学 泉 孝英 医療ジャーナル社 1999年

3573 在宅酸素療法マニュアル ４自然科学 木田厚瑞 著 医学書院 1997年

3574 入門リハビリＴ－ション概論 ４自然科学 中村隆一 編 医歯薬出版 2001年

3575 新しい装具学 ４自然科学 ＰａｔＭｃＫｅｅ 共同医書出版社 1998年

3576 認知運動療法 ４自然科学 Ｃａｒｌｏ Ｐｅｒｆｅｔｔｉ 協同医書出版社 1998年

3577 カルテ開示 ４自然科学 患者の権利法をつくる会 編 明石書店 1997年

3578 理学療法の歩み 第19巻1号 ４自然科学 宮城県理学療法士会学術誌部  編 宮城県理学療法士会 2008年

3579 臨床研修イラストレイテッド 第6巻 改訂版 呼吸器系マニュアル ４自然科学 吉澤靖之 著 羊土社 2007年

3580 てんかんの薬物療法 ４自然科学 日本てんかん協会 編 ぶどう社 1998年

3581 頸髄損傷 ４自然科学 松井和子 著 医学書院 1996年

3582 脳損傷後の機能回復 ４自然科学 Paul Bach-y－Rita 編 共同医書出版 1995年

3583 関節可動域測定法 ４自然科学 Cynthia C. Norkin 協同医書出版社 1987年

3584 人工内耳のリハビリテーション ４自然科学 Dianne J. Allum 編著 協同医書出版社 1999年

3585 口蓋裂 ４自然科学 岡崎恵子 学苑社 1999年

3586 上肢－上部体幹の機能改善 ４自然科学 Regi Boehme 編著 協同医書出版社 1999年

3587 こどものリハビリテーション医学 ４自然科学 陣内一保 医学書院 1999年

3588 うつ病患者と家族の支援ガイド ４自然科学
大阪精神神経科診療所協会 うつ病診
療研究グループ 編著

プリメド社 1998年

3589 在宅血液透析ハンドブック ４自然科学 小川洋史 医学書院 1998年

3590 在宅酸素療法 ４自然科学 木村謙太郎 医学書院 1997年

3591 ハンドスキル ４自然科学 Jane Case-Smith 協同医書出版社 1997年

3592 記憶障害患者のリハビリテーション ４自然科学 綿森淑子 監訳 医学書院 1997年

3593 人工内耳のはなし ４自然科学 ジューン・エプスタイン 著 学苑社 1996年

3594 リウマチ生活指導 ４自然科学 椎野泰明 著 協同医書出版社 1995年

3595 リウマチ難渋症例集 ４自然科学 RAのリハビリ研究会 編著 協同医書出版社 1994年

3596 よみがえった音の世界 ４自然科学 人工内耳友の会［ACITA］ 編 学苑社 1992年

3597 心筋梗塞 助かった患者からのメッセージ ４自然科学 山川真司 著 農山漁村文化協会 1991年
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3598 イラストによる 安全な動作介助のてびき ４自然科学 木村哲彦 編 医歯薬出版株式会社 1991年

3599 言語障害の診断と治療 ４自然科学 隈江月睛 ナカニシヤ出版 1985年

3600 女性の心身医学 ４自然科学 橋本正淑 監修 南山堂 1994年

3601 医療機器の一般的名称とクラス分類 ４自然科学 薬事日報社 編 薬事日報社 2006年

3602 高度な心肺蘇生法 ACLS完全マスター ４自然科学 杉山 貢 監修 医学芸術社 2004年

3603 誕生のジェネオロジー ４自然科学 出口 顯 著 世界思想社 1999年

3604 アトピー性皮膚炎 食と薬でスキンケア ４自然科学 田中貴子 著 農山漁村文化協会 1999年

3605 食物アナフィラキシー ４自然科学 角田和彦「ほか」 著 農山漁村文化協会 1998年

3606 薬害エイズを生きる ４自然科学 西野留美子 著 明石書店 1996年

3607 ヒトの死が変わる ４自然科学 吉村不二夫 著 制作同人社 1994年

3608 脳の老化とぼけ ４自然科学 朝長正徳 著 紀伊国屋書店 1988年

3609 人工臓器は、いま ４自然科学 日本人工臓器学会 編 はる書房 2007年

3610 戦いの軌跡 ４自然科学 才木クレイグルヒル滋子 著 川島書店 1999年

3611 よくわかる摂食・嚥下のしくみ ４自然科学 山田好秋 著 医歯薬出版株式会社 1999年

3612 薬物（ドラッグ）の害がわかる本 ４自然科学 クレア・レイナー 著 アーニ出版 1997年

3613 アルコール・薬物の依存症 ４自然科学 大原健士郎 医学書院 1997年

3614 がんの痛みが消えるとき ４自然科学 武田文和 編著 社会保険出版社 1997年

3615 重症失語症検査 ４自然科学 竹内愛子 協同医書出版 1997年

3616 拡大・代替コミュニケーション入門 ４自然科学 Kathryn M.Yorkston 著 協同医書出版社 1996年

3617 OTクイック・リファレンス ４自然科学 Kathlyn L.Reed 著 協同医書出版社 1996年

3618 OTクイック・リファレンス ４自然科学 Kathlyn L.Reed 著 協同医書出版社 1996年

3619 OTクイック・リファレンス ４自然科学 Kathlyn L.Reed 著 協同医書出版社 1996年

3620 OTクイック・リファレンス ４自然科学 Kathlyn L.Reed 著 協同医書出版 1996年

3621 理学療法ハンドブック・ケーススタディ ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 1994年

3622 安心して治す肝臓病 ４自然科学 上野幸久 著 池田書店 1994年

3623 臨床家による臨床家のための構音障害の治療 ４自然科学 Harris Winitz 著 協同医書出版社 1993年

3624 安心して治す糖尿病 ４自然科学 平尾紘一 池田書店 2000年

3625 がん終末期・難治性神経筋疾患進行期の症状コントロール ４自然科学 後明郁男 南山堂 2000年

3626 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.1 1999 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 1999年

3627 エイズ集中講義 ４自然科学 北沢杏子 アーニ出版 1999年

3628 躁うつ病を生きる わたしはこの残酷で魅惑的な病気を愛せるか？ ４自然科学 ケイ・ジャミルソン 新曜社 1998年

3629 摂食の基本とリハビリテーションブラッシング 別冊総合ケア ４自然科学 柴田浩美 医歯薬出版株式会社 1998年

3630 脳卒中とともに生きる－患者さんと家族のために－ ４自然科学 Louis R. Caplan 文光堂 1998年
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3631 神経・筋疾患のマネージメント－難病患者のリハビリテーション ４自然科学 加倉井周一 医学書院 1997年

3632 精神医療 FOR BIGINNERSシリーズ ５４ ４自然科学 長野英子 現代書館 1997年

3633 新心身医学入門 ４自然科学 筒井末春 南山堂 1996年

3634 からだ道中膝栗毛 体内ロマンの旅 ４自然科学 濱島義博 日本評論社 1996年

3635 心と身体の病気－シグナルキャッチからケアまで－ ４自然科学 白倉克之 南山堂 1995年

3636 日本のエイズ ４自然科学 宗像恒次 明石書房 1994年

3637 思春期やせ症の世界 ４自然科学 Arthur Hamilton Crisp 紀伊国屋書店 1991年

3638 筋力テスト－筋の機能と検査－ 第2版 ４自然科学 寺沢幸一 日本肢体不自由児協会 1991年

3639 運動療法 ４自然科学 阿部正和 朝倉書店 1989年

3640 精神医学と人間－精神医学論文集－ ４自然科学 神谷美恵子 ルガール社 1978年

3641 理学療法白書 ４自然科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 2008年

3642 安心して治す アトピー性皮膚炎 ４自然科学 椛沢靖弘 監 池田書店 1999年

3643 痴呆症のすべてに答える ４自然科学 H.ケイトン 医学書院 1999年

3644 より良い生と死を求めて ４自然科学 形浦昭克 南山堂 1999年

3645 老年精神医学入門 ４自然科学 柄澤昭秀 医学書院 1999年

3646 インフォームドチョイス ４自然科学 鎌田實 医歯薬出版 1997年

3647 インフォームドチョイス ４自然科学 鎌田實 医歯薬出版 1997年

3648 ターミナルケア ４自然科学 奥田いさよ 川島書店 1995年

3649 早期発見・早期治療のために 拒食症・過食症のQ&A ４自然科学 東 淑江 編著 ミネルヴァ書房 1995年

3650 ガンとたたかう ガンと向きあう ４自然科学 草間悟 監 農山漁村文化協会 1992年

3651 いまからでも治る防げる骨粗鬆症 ４自然科学 江澤郁子 農山漁村文化協会 1991年

3652 嚥下障害のリハビリテ－ション ４自然科学 Jill S.Steefel 著 協同医書出版社 1988年

3653 いま家族援助が求められるとき ４自然科学 中釜洋子 著 垣内出版 2001年

3654 家族との心理臨床 ４自然科学 平木紀子 著 垣内出版 1998年

3655 からだの自由と不自由 ４自然科学 長崎 浩 著 中央公論社 1997年

3656 エガ－ス・片麻痺の作業療法 ４自然科学 Ortrud Eggers 著 協同医書出版社 1986年

3657 発達小児科学 ４自然科学 小川次郎 編 医歯薬出版 1978年

3658 アテトーゼ・失調・低緊張の評価と治療 ４自然科学 Regi Boehme 著 協同医書出版社 1999年

3659 新・徒手筋力検査法 ４自然科学 Helen J.Hislop 協同医書出版社 1996年

3660 神経疾患によるコミュニケーション障害入門 ４自然科学 Robert H. Brookshire 著 協同医書出版社 1996年

3661 筋膜リリース ４自然科学 Regi Boehme 著 協同医書出版社 1996年

3662 褥創 ４自然科学 Dan L. Bader 編著 協同医書出版 1994年

3663 ホスピス病棟から ４自然科学 サンドル・ストダ－ド 著 時事通信社 1994年
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3664 臨床家のためのベーネシュ運動記載法 ４自然科学 Helen Atkinson 著 協同医書出版社 1993年

3665 産業リハビリテーション医学 ４自然科学 赤津 隆 医歯薬出版 1986年

3666 家族看護学 ４自然科学 鈴木和子 日本看護協会出版会 1999年

3667 看護サービス管理 ４自然科学 中西睦子 編 医学書院 1998年

3668 こころの看護 ４自然科学 武藤清栄 編 医学書院 1998年

3669 別冊総合ケア 高齢者の介護とターミナルケア ４自然科学 亀山正邦 監 医歯薬出版株式会社 1997年

3670 退院計画 ４自然科学 手島睦久 編代 中央法規出版株式会社 1997年

3671 高齢者 ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1996年

3672 ナースのためのカウンセリングスキル ４自然科学 ヴェレナ・ツーディン 著 医学書院 1996年

3673 改訂版 整形外科 ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1996年

3674 在宅ホスピスケアを始める人のために ４自然科学 川越厚 編 医学書院 1996年

3675 改訂版 脳神経外科 ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1996年

3676 職業としての看護 ４自然科学 久保成子 著 医学書院 1995年

3677 理学療法士，作業療法士のための 地域リハビリテーション入門 ４自然科学 小川恵子 協同医書出版社 1995年

3678 改訂版 一般外科Ⅱ ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1995年

3679 改訂版 内科Ⅲ ４自然科学 宮崎和子 監編 中央法規出版 1994年

3680 改訂版 内科Ⅳ ４自然科学 宮崎和子 監編 中央法規出版 1994年

3681 精神科Ⅰ ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1992年

3682 精神科Ⅱ ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1992年

3683 小児 ４自然科学 宮崎和子 監 中央法規出版 1990年

3684 高齢者の生活機能評価ガイド ４自然科学 小澤利男 医歯薬出版 1999年

3685 薬物乱用と人のからだ－イラストで見るドラッグの害 ４自然科学 Gesina. L. Longenecker 著 アーニ出版 1999年

3686 高齢者の生活機能評価ガイド ４自然科学 小澤利男 医歯薬出版 1999年

3687 エイズウィルスと人間の未来 ４自然科学 Luc Montagnier 著 紀伊国屋書店 1998年

3688 愛する人が痴呆とよばれて ４自然科学 大阪老人性痴呆医学研究会 編 ミネルヴァ書房 1996年

3689 老いを看とるナースたち ４自然科学 鎌田ケイ子 編 日本看護協会出版会 1992年

3690 日本患者同盟四〇年の軌跡 ４自然科学 日本患者同盟四〇年史編集委員会 編 法律文化社 1991年

3691 看護のための最新医学講座 老人の医療 ４自然科学 日野原重明 監修 中山書店 2001年

3692 看護のための最新医学講座 痴呆 ４自然科学 日野原重明 監修 中山書店 2000年

3693 目でみる小児疾患図譜 ４自然科学 Helmunt Moll 著 医学書院 1976年

3694 感覚統合研究 第10集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1994年

3695 感覚統合研究 第9集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1992年

3696 感覚統合研究 第6集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1989年

112



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

3697 感覚統合研究 第5集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1988年

3698 感覚統合研究 第4集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1987年

3699 感覚統合研究 第2集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1985年

3700 感覚統合研究 第1集 ４自然科学 日本感覚統合障害研究会 協同医書出版 1984年

3701 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2008年

3702 病気と病院に強くなる本 ４自然科学 廣瀬輝夫 著 日新報道 2003年

3703 看護学大辞典・第四版 ４自然科学 小倉啓宏 発行者 メｊヂカルフレンド社 1999年

3704 脳外傷 ぼくの頭はどうなったの？！ ４自然科学 原口三郎 著 明石書店 1999年

3705 臨床看護事典 第二版 ４自然科学 高久史麿「ほか」 監修 メヂカルフレンド社 1999年

3706 別冊総合ケア 脳卒中をめぐる障害とケア ４自然科学 亀山正邦 監 医歯薬出版株式会社 1998年

3707 精神系作業療法の評価過程 ４自然科学 Ｂａｒｂａｒａ Ｊ． Ｈｅｍｐｈｉｌｌ 協同医書出版社 1998年

3708 イギリスの医療保障 ４自然科学 松渓憲雄 著 光生館 1998年

3709 楽しくやろうボケ予防 ４自然科学 藤井護郎 著 農山漁村文化協会 1997年

3710 エイズＱ＆Ａ100 ４自然科学 マイケル・トーマス・フォード 著 アーニ出版 1996年

3711 ことばの海へ ４自然科学 遠藤尚志 著 筒井書房 1996年

3712 精神科のプログラム開発 ４自然科学 Gail S. Fidler 著 協同医書出版社 1995年

3713 高齢者・障害者の｢食｣の援助プログラム ４自然科学 大塚彰 編 医歯薬出版株式会社 1995年

3714 エイズ ４自然科学 宗像恒次 著 明石書店 1994年

3715 生活･労働･環境問題 ４自然科学 園田恭一 有信堂 1993年

3716 精神科のロングターム・ケア（原著第2版） ４自然科学 Moya Willson 著 協同医書出版社 1989年

3717 看護学講座６ ４自然科学 石川 中 編 朝倉書店 1986年

3718 看護学講座5 ４自然科学 林 滋子 編 朝倉書店 1986年

3719 看護学講座1 ４自然科学 福原 武彦 編 朝倉書店 1985年

3720 看護学講座2 ４自然科学 川名 林治 編 朝倉書店 1985年

3721 看護学講座4 ４自然科学 平山 宗宏 編 朝倉書店 1984年

3722 知能障害事典 ４自然科学 内山喜久雄 監 岩崎学術出版社 1978年

3723 情緒障害事典 ４自然科学 内山喜久雄 監 岩崎学術出版社 1977年

3724 人間作業モデル 改訂第２版 ４自然科学 Ｇａｒｙ Ｋｉｅｌｈｏｆｎｅｒ 協同医書出版社 1999年

3725 ナースのための精神医学－症状のとらえ方・かかわり方 ４自然科学 浜田 晋 日本看護協会出版 1998年

3726 スタンダード精神科救急医療 ４自然科学 計見 一雄 メヂカルフレンド社 1998年

3727 作業療法 改訂第６版 ４自然科学 Ｈｅｌｅｎ Ｌ． Ｈｏｐｋｉｎｓ 協同医書出版社 1998年

3728 作業療法 改訂第６版 ４自然科学 Ｈｅｌｅｎ Ｌ． Ｈｏｐｋｉｎｓ 協同医書出版社 1998年

3729 身体障害の作業療法（改訂第４版） ４自然科学 Lorraine Williams Pedretti 編著 協同医書出版社 1999年
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3730 別冊総合ケア 高齢者の介護とターミナルケア ４自然科学 亀山正邦 監 医歯薬出版株式会社 1997年

3731 作業療法関連 用語解説 ４自然科学 社団法人 日本作業療法士協会 編著 協同医書出版社 1996年

3732 作業療法実践のための６つの理論 ４自然科学 B. Rosalie Johanna Miller 著 協同医書出版社 1995年

3733 作業 ４自然科学 日本作業療法士協会 編著 協同医書出版社 1985年

3734 精神薄弱医学 ４自然科学 菅修 監 医学書院 1972年

3735 地域看護方法論 ４自然科学 飯田澄美子 メヂカルフレンド社 2000年

3736 地域看護学概論 ４自然科学 飯田澄美子 メヂカルフレンド社 2000年

3737 保健福祉行政論 ４自然科学 江見康一「ほか」 編 メヂカルフレンド社 2000年

3738 高齢者地域看護活動論 ４自然科学 森沢 康「ほか」 編 メヂカルフレンド社 2000年

3739 地域精神保健活動論 ４自然科学 南 裕子 編 メヂカルフレンド社 2000年

3740 母子地域看護活動論 ４自然科学 三品照子 編 メヂカルフレンド社 2000年

3741 産業看護活動論 ４自然科学 馬場快彦 メヂカルフレンド社 1999年

3742 疫学・保健統計 ４自然科学 豊川裕之 編 メヂカルフレンド社 1999年

3743 保健活動のブレイクスルー ４自然科学 日比野省三「ほか」 著 医学書院 1999年

3744 地域看護研究 ４自然科学 金川克子 編 メヂカルフレンド社 1999年

3745 ヘルスプロモーション ４自然科学 ﾛｰﾚﾝｽW.ｸﾞﾘｰﾝ 著 医学書院 1997年

3746 みんなの保健計画暫定マニュアル ４自然科学 星 旦二 著 医学書院 1997年

3747 保健統計学 ４自然科学 今泉洋子 培風監 1997年

3748 糖尿病治療ガイド2006-2007 ４自然科学 社団法人日本糖尿病学会 編 文光堂 2007年

3749 看護必要度 第2版 ４自然科学 岩澤 和子 日本看護協会出版会 2007年

3750 大腸癌治療ガイドライン 医師用 2005年度版 ４自然科学 大腸癌研究会 編 金原出版 2007年

3751 図解心電図テキスト ４自然科学 Ｄａｌｅ Ｄｕｂｉｎ， Ｍ．Ｄ．著 文光堂 2007年

3752 高分子化学 第5版 ４自然科学 村橋 俊介 共立出版 2007年

3753 癌取り扱い規約 抜粋 ４自然科学 金原出版編集部 金原出版 2007年

3754 血液内科クリニカルスタンダード ４自然科学 東原 正明 文光堂 2007年

3755 小児の薬の選び方・使い方 ４自然科学 横田 俊平 南山堂 2007年

3756 ＩＳＬＳコースガイドブック ４自然科学 日本救急医学会 へるす出版 2007年

3757 医療の値段 ４自然科学 結城 康博 著 岩波書店 2007年

3758 ＳＴＡＮＤＡＲＯ ＴＥＸＴＢＯＯＫ 標準病理学 ４自然科学 秦 順一 監修 医学書院 2007年

3759 インスリン療法マニュアル 第3版 ４自然科学 小林 正 編 文光堂 2007年

3760 脳科学と心の臨床 ４自然科学 岡野 憲一郎 著 岩崎学術出版社 2006年

3761 スキルアップのための皮膚外用薬 Ｑ＆Ａ ４自然科学 大谷 道輝 著 南山堂 2006年

3762 クリニカルパスがかなえる！医療の標準化・質の向上 ４自然科学 立川 幸治 医学書院 2005年
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3763 よくわかる病理組織細胞学 ４自然科学 高木 實 著 金原出版 2004年

3764 生体電磁工学概論 ４自然科学 松木 英敏 著 コロナ社 2003年

3765 診断とＭＥ ４自然科学 岡島 光治 著 コロナ社 1989年

3766 医学・薬学のための エレクトロニクス ４自然科学 八木 寛 著 共立出版 1982年

3767 国民栄養の現状 ４自然科学 健康・栄養情報研究会 編 第一出版株式会社 2000年

3768 気になる子どものサポート ４自然科学 小澤道子 医学書院 1999年

3769 保険医療行動科学事典 ４自然科学 日本保険医療行動科学会 監 メヂカルフレンド社 1999年

3770 生と死の十字路 ４自然科学 信濃毎日新聞社 著 紀伊国屋書店 1998年

3771 在日外国人の母子保健 ４自然科学 李節子 編 医学書院 1998年

3772 Ｗｏｍｅｎ’ｓ Ｈｅａｌｔｈ ４自然科学 日本母性衛生学会 編 南山堂 1998年

3773 乳幼児の健診と保健指導 ４自然科学 高野陽 医歯薬出版株式会社 1997年

3774 老人医療のすすめ ４自然科学 三宅貴夫 著 南山堂 1996年

3775 身ぶりで語ろう ４自然科学 篠田峯子 訳 協同医書出版社 1994年

3776 サービスとしての医療 ４自然科学 中川米造 著 農山漁村文化協会 1987年

3777 老いの混乱 ４自然科学 阿部初枝 著 日本看護協会出版会 1999年

3778 二分脊椎の子どもとの接し方 ４自然科学 中新井邦夫 著 ルガール社 1997年

3779 精神保健マニュアル ４自然科学 吉川武彦 著 南山堂 2000年

3780 母子保健マニュアル ４自然科学 高野陽 南山堂 2000年

3781 保健福祉学 ４自然科学 高山忠男 編著 川島書店 1998年

3782 予防医学のストラテジー ４自然科学 ジェフリー ローズ 著 医学書院 1998年

3783 実用化学事典 ４自然科学 ＧＥＳＳＮＥＲ Ｇ．ＨＡＷＬＥＹ 著 朝倉書店 1986年

3784 ＯＳＣＥ２客観的臨床能力試験 ４自然科学 齋藤宣彦 訳 文光堂 2004年

3785 今日から使える患者指導ノート ＣＤ－ＲＯＭ付 ４自然科学 総監修：前沢政次 日経ＢＰ社 2003年

3786 障害を考える ４自然科学 新井清三郎 学芸図書 1995年

3787 自閉児の保育と教育 ４自然科学 平井信義 著 教育出版 1979年

3788 関連図で理解する循環機能学と循環器疾患のしくみ ４自然科学 安倍紀一郎 日総研出版 2007年

3789 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2007年

3790 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2007年

3791 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2007年

3792 自閉症の治療 ４自然科学 Ｐ．ハウリン ルーガル社 1990年

3793 自閉症の理解 ４自然科学 MesibovG.B. 学苑社 2001年

3794 乳児の発達 ４自然科学 Ｆｌｅｈｍｉｇ Ｉｎｇｅ 文光堂 1998年

3795 機能的姿勢運動スキルの発達 ４自然科学 Ｒｏｎａ Ａｌｅｘａｎｄｅｒ「ほか」 編著 協同医書出版社 1997年
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3796 乳幼児健診マニュアル ４自然科学
福岡地区小児科医会乳幼児保健委員
会 編

医学書院 1997年

3797 改訂版 重症心身障害ハンドブック ４自然科学 厚生省医務局 監 社会保険出版社 1986年

3798 いのちに寄り添う道 ４自然科学 NPO法人 生と死を考える会 編 一橋出版 2008年

3799 幼児期の自閉症 ４自然科学 E.ショプラー 他著 学苑社 1996年

3800 目で見る障害児医学 ４自然科学 高木俊一郎 編集代表 学苑社 1997年

3801 LD－学習障害 治療教育的アプローチ ４自然科学 森永良子 医歯薬出版 1999年

3802 ダウン症児の療育相談Q＆A ４自然科学 飯沼和三 著 大月書店 1998年

3803 臨床動作学基礎 ４自然科学 成瀬悟策 著 株式会社 学苑社 1995年

3804 自閉症児のための音楽療法 ４自然科学 Juliette Alvin 音楽乃友社 2001年

3805 構音訓練のためのドリルブック ４自然科学 日本音声言語医学会「ほか」 編著 協同医書出版社 1995年

3806 自閉症児 その過去と現在 ４自然科学 川端 啓之 ナカニシヤ出版 1993年

3807 テレビゲームと癒し ４自然科学 香山 リカ 岩波書店 1997年

3808 医療最前線の子どもたち ４自然科学 向井 承子 岩波書店 1997年

3809 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2008年

3810 神経学用語集 ４自然科学 日本神経学会用語委員会 編 文光堂 2008年

3811 老年看護学 ４自然科学 堀内ふき メディカ出版 2005年

3812 老年看護学 ４自然科学 大渕律子 メディカ出版 2005年

3813 社会と生活者の健康―公衆衛生と関係法規 ４自然科学 平野かよ子 メディカ出版 2005年

3814 社会と生活者の健康―社会福祉と社会保障 ４自然科学 増田雅暢 メディカ出版 2005年

3815 社会と生活者の健康―社会・生活論 ４自然科学 平野かよ子 編 メディカ出版 2004年

3816 精神看護学 ４自然科学 出口禎子 編 メディカ出版 ー

3817 介助に必要な人間理解と社会資源の活用 ４自然科学 林 泰史 著 文光堂 1999年

3818 日常生活援助の基本テクニック ４自然科学 林 泰史 著 文光堂 1993年

3819 介助に必要な医学知識 ４自然科学 林 泰史 著 文光堂 1992年

3820 生きているだけではいけないのだろうか ４自然科学 関増爾 著 日本看護協会出版会 1990年

3821 さわやかに老いる知恵 ４自然科学 新福尚武 著 婦人之友社 1986年

3822 家族がガンにかかったとき ４自然科学 笹子三津留  著 築地書館 1992年

3823 家族評価 ４自然科学 マイケル・Ｅ・カー 金剛出版 2001年

3824 家族評価 ４自然科学 マイケル・Ｅ・カー 金剛出版 2001年

3825 健康政策六法（平成14年版） ４自然科学 医療法制研究会 監 中央法規出版 2002年

3826 健康政策六法（平成12年版） ４自然科学 医療法制研究会 監 中央法規出版 2000年

3827 医学英和大辞典 ４自然科学 加藤勝治 編者 南山堂 2000年

3828 南山堂 医学大辞典 豪華版 ４自然科学 発行者 鈴木正二 南山堂 1991年
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3829 最新 医学大辞典 ４自然科学 編集代表 後藤 稠 医歯薬出版 1987年

3830 新内科書 ４自然科学 鎌田武信 編 南山堂 1996年

3831 増補版 精神医学辞典 ４自然科学 加藤正明「ほか」 編 弘文堂 1985年

3832 精神医学辞典 ４自然科学 加藤正明「ほか」 編 弘文堂 1975年

3833 現代リハビリテーション医学 ４自然科学 千野直一 編 金原出版 2007年

3834 義肢装具学 ４自然科学 川村次郎 編 医学書院 2004年

3835 人工呼吸療法 各種機器の特徴と保守管理，呼吸管理のポイント 改訂第4版 ４自然科学 沼田克雄，安本和正編 秀潤社 2008年

3836 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2007年

3837 生理学 第3版 (Standard textbook) ４自然科学 石澤光郎，冨永淳著 医学書院 2007年

3838 ひと目でわかる心エコ－診断 ４自然科学 吉川純一編 文光堂 2003年

3839 医療六法 平成21年版 ４自然科学 中央法規出版 2009年

3840 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会編 アイペック 2009年

3841 国試の達人 ： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2009年

3842 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2009年

3843 リハビリテーション連携論 ４自然科学 澤村誠志 三輪書店 2009年

3844 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3845 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3846 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3847 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3848 理学療法 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3849 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3850 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2009年

3851 高次脳機能障害リハビリテーショウン入門 ４自然科学 安保雅博 監修 診断と治療社 2009年

3852 PT・OT・ST･ナースを目指す人のためのリハビリテーション総論 ４自然科学 椿原彰夫 編著 診断と治療社 2007年

3853 カラー臨床 神経解剖学 ４自然科学 M.J.T,FitzGerald Jean Folan-Curran 西村書店 2006年

3854 図解関節・運動器の機能解剖 ４自然科学 J.Castaing [ほか]共著 協同医書出版社 1986年

3855 図解関節・運動器の機能解剖 ４自然科学 J.Castaing [ほか]共著 協同医書出版社 1986年

3856 改訂 運動障害性構音障害 ４自然科学 熊倉勇実 編著 建帛社 2009年

3857 改訂 運動障害性構音障害 ４自然科学 熊倉勇実 編著 建帛社 2009年

3858 改訂 運動障害性構音障害 ４自然科学 熊倉勇実 編著 建帛社 2009年

3859 改訂 運動障害性構音障害 ４自然科学 熊倉勇実 編著 建帛社 2009年

3860 PNFマニュアル ４自然科学 柳澤健 南江堂 2008年

3861 障害別・ケースで学ぶ理学療法臨床思考 ４自然科学 嶋田智明 編 文光堂 2007年
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3862 ディサースリアの基礎と臨床 第3巻臨床実用編 ４自然科学 西尾正輝 著 インテルナ出版 2006年

3863 ディサースリアの基礎と臨床 第2巻臨床基礎編 ４自然科学 西尾正輝 著 インテルナ出版 2006年

3864 リープマン神経解剖学 ４自然科学 ミハエル・リープマン 著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2008年

3865 マーティン神経解剖学 ４自然科学 ジョン･H･マーティン  著 西村書店 2007年

3866 失語症の障害メカニズムと訓練法 ４自然科学 小嶋知幸  著 新興医学出版社 2009年

3867 絵でみる脳と神経 ４自然科学 馬場元毅 著 医学書院 2009年

3868 トートラ人体解剖生理学 ４自然科学 ジェラルド・J. トートラ  著 丸善 2007年

3869 補聴器フィッティングの考え方 ４自然科学 小寺一興 著 診断と治療社 2006年

3870 嚥下障害の臨床 ４自然科学 日本嚥下障害臨床研究会 編 医歯薬出版 2009年

3871 イラストレイテッド免疫学 ４自然科学 タオ・ドーン  著 丸善 2009年

3872 知ってるつもりのリハビリテーションの常識・非常識 ４自然科学 安保雅博 三輪書店 2009年

3873 やさしい嚥下障害の診療 ４自然科学 椿原彰夫  編著 永井書店 2000年

3874 やさしい嚥下障害の診療 ４自然科学 椿原彰夫  編著 永井書店 2000年

3875 発達障害の子どもたち ４自然科学 杉山登志郎 著 講談社 2009年

3876 高次脳機能障害 ４自然科学 橋本圭司  著 PHP研究所 2007年

3877 目でみる嚥下障害  (DVD付） ４自然科学 藤島一郎 著 医歯薬出版 2006年

3878 リハビリテーション事典 ４自然科学 伊藤利之「ほか」 編 中央法規出版 2009年

3879 食べることの障害とアプローチ ４自然科学 山根 寛 三輪書店 2007年

3880 悪いのは私じゃない症候群 ４自然科学 香山リカ  著 KKベストセラーズ 2009年

3881 うつ病が日本を滅ぼす！？ ４自然科学 香山リカ  著 創出版 2008年

3882 生きづらい「私」たち ４自然科学 香山リカ  著 講談社 2004年

3883 運動療法学 総論 ４自然科学 奈良 勲 シリーズ監修 医学書院 2010年

3884 現代リハビリテーション医学 ４自然科学 千野直一  編 金原出版 2009年

3885 精神医学 ４自然科学 上野武治 編 医学書院 2010年

3886 整形外科学  (Standard textbook) ４自然科学 立野勝彦著 医学書院 2010年

3887 地域リハビリテーション原論 ４自然科学 大田仁史  著 医歯薬出版 2010年

3888 入門リハビリテーション概論 ４自然科学 中村隆一  著 医歯薬出版 2009年

3889 解剖学 ４自然科学 野村 嶬 編 医学書院 2010年

3890 入門  義肢装具 ４自然科学 日本義肢装具士協会  監修 医歯薬出版 2008年

3891 カパンジー機能解剖学 カラー版  Ⅱ下肢  第3版 ４自然科学 A.I.KAPANDJI  著 医歯薬出版 2010年

3892 臨床実習のための歩行分析トレーニングブック ４自然科学 臨床歩行分析研究会  編 金原出版 2010年

3893 リハビリテーション評価データーブック ４自然科学 動免和久 編 医学書院 2010年

3894 マンガでわかる生理学 ４自然科学 小山富康  著 中山書店 2009年

118



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

3895 リハビリテーション序説 ４自然科学 安藤徳彦  著 医学書院 2009年

3896 text 精神医学 ４自然科学 加藤進昌 南山堂 2007年

3897 臨床病態学  総論 ４自然科学 北村  聖  編 ヌーヴェルヒロカワ 2010年

3898 ROM測定 ４自然科学 伊藤俊一 三輪書店 2010年

3899 バランス評価 ４自然科学 福田 修  監修 三輪書店 2008年

3900 観察による運動･動作分析演習ノート  動作・解答例ＣＤ－ＲＯＭ付 ４自然科学 藤澤宏幸 医歯薬出版 2009年

3901 エクセル活用コメディカル統計テキスト ４自然科学 宮城重二  著 医歯薬出版 2009年

3902 社会的共通資本としての医療 ４自然科学 宇沢弘文 東京大学出版会 2010年

3903 レッドコードニューラックマニュアル ４自然科学 日本ニューラック研究会  編 三輪書店 2010年

3904 人間発達学 ４自然科学 岩崎清隆 医学書院 2010年

3905 関節可動域制限 ４自然科学 沖田  実  編 三輪書店 2008年

3906 関節可動域制限 ４自然科学 沖田  実  編 三輪書店 2008年

3907 関節可動域制限 ４自然科学 沖田  実  編 三輪書店 2008年

3908 腰痛のあなたに贈る10章 ４自然科学 加藤嘉則  編 映像工房 医･知・典 ー

3909 人体解剖学 ４自然科学 藤田 恒太郎  著 南江堂 2010年

3910 骨格筋の形と触察法 ４自然科学 河上敬介 大峰閣 2010年

3911 カラーで学べる病理学  （整理ノート付） ４自然科学 渡辺 照男 編 ヌーヴェルヒロカワ 2009年

3912 第３版に対応したカラーで学べる病理学 整理ノート ４自然科学 渡辺 照男 編 ヌーヴェルヒロカワ 2009年

3913 新・徒手筋力検査法 ４自然科学 Helen J.Hislop 協同医書出版社 2010年

3914 ベッドサイドの神経の診かた 第17版 ４自然科学 田崎義昭 南山堂 2010年

3915 理学療法概論  第6版 ４自然科学 理学療法科学学会  監修 アイペック 2010年

3916 生化学  (系統看護学講座 2) ４自然科学 三輪一智   著 医学書院 2010年

3917 標準理学療法学・作業療法学 専門基礎分野  内科学 ４自然科学 大成 浄志  著 医学書院 2009年

3918 マイオチューニングアプローチ入門 ４自然科学 高田治美  著 協同医書出版 2009年

3919 アトラス解剖学 ４自然科学 E.リューティエン－ドレコール 西村書店 2009年

3920 運動療法１ ４自然科学 千住秀明  監修 神陵文庫 2009年

3921 標準理学療法学 専門分野 日常生活活動学・生活環境学 ４自然科学 奈良 勲  シリーズ監修 医学書院 2009年

3922 からだのしくみ事典 ４自然科学 浅野悟朗   著 成美堂出版 2009年

3923 改訂 聴覚障害１ー基礎編 ４自然科学 山田弘幸  編著 建帛社 2009年

3924 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2010年

3925 言語聴覚士のための聴覚障害学 ４自然科学 喜多村  腱  編 医歯薬出版 2010年

3926 聴覚検査の実際 ４自然科学 日本聴覚医学会 編 南山堂 2009年

3927 言語聴覚士のための基礎知識 臨床神経学・高次脳機能障害学 ４自然科学 岩田  誠 医学書院 2009年
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3928 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2010年

3929 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2010年

3930 国試の達人 ： 作業療法編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2010年

3931 国試の達人  理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2010年

3932 医療現場を変える接遇力 ４自然科学 佐藤美智子   著 医療タイムス社 2010年

3933 見てわかる医療スタッフのための痰の吸引 ４自然科学 布宮 伸 学研メディカル秀潤社 2010年

3934 見てわかる医療スタッフのための痰の吸引 ４自然科学 布宮 伸 学研メディカル秀潤社 2010年

3935 脳神経疾患ビジュアルブック ４自然科学 落合慈之   監修 学研メディカル秀潤社 2009年

3936 脳神経疾患ビジュアルブック ４自然科学 落合慈之   監修 学研メディカル秀潤社 2009年

3937 目でみるMMT頭部・頸部・体幹・上肢 ４自然科学 佐藤三矢  監修 医歯薬出版 2010年

3938 目でみるMMT頭部・頸部・体幹・上肢 ４自然科学 佐藤三矢  監修 医歯薬出版 2010年

3939 目でみるMMT 下肢 ４自然科学 佐藤三矢  監修 医歯薬出版 2010年

3940 目でみるMMT 下肢 ４自然科学 佐藤三矢  監修 医歯薬出版 2010年

3941 整形外科系理学療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2009年

3942 運動分析 ４自然科学 黒川幸雄ほか   シリーズ編集 三輪書店 2009年

3943 新しい介護食・嚥下食レシピ集 ４自然科学 西尾正輝  監修 インテルナ出版 2010年

3944 ＳＴのための音声障害診療マニュアル ４自然科学 廣瀬   肇   監修 インテルナ出版 2009年

3945 医学書院医学大辞典 ４自然科学 伊藤正男   編 医学書院 2009年

3946 最新公衆衛生学  第5版 ４自然科学 中室克彦 廣川書店 2010年

3947 カラ－写真でみる！骨折・脱臼・捻挫  改訂版 ４自然科学 内田淳正 羊土社 2010年

3948 受験ポイントマスタ－ ４自然科学 執筆小委員会  編著 医道の日本社 2010年

3949 受験ポイントマスタ－ ４自然科学 執筆小委員会  編著 医道の日本社 2010年

3950 外来医マニュアル  第2版 ４自然科学 池田美佳  [ほか]編 医歯薬出版 2010年

3951 厚生統計要覧 ４自然科学 厚生労働省大臣官房統計情報部  編 厚生統計協会 2010年

3952 応用栄養学  第2版 ４自然科学 灘本知憲 化学同人 2010年

3953 高齢期作業療法学  第2版 ４自然科学 松房利憲 医学書院 2010年

3954 標準外科学  第12版 ４自然科学 加藤治文 医学書院 2010年

3955 厚生行政関係公益法人要覧 ４自然科学 国政情報センタ－ 2010年

3956 流行病の国際的コントロ－ル ４自然科学 永田尚見  著 国際書院 2010年

3957 医療・医療経営統計デ－タ集 ４自然科学 広瀬輝夫  監修 三冬社 2009年

3958 医療経済学入門 ４自然科学 牛越博文  著 岩波書店 2009年

3959 オックスフォ－ド・生理学  原書3版 ４自然科学 Gillian Pocock 丸善 2009年

3960 感染症の中国史 ４自然科学 飯島渉  著 中央公論新社 2009年

120



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

3961 日本の医療は変えられる ４自然科学 伊藤元重 東洋経済新報社 2009年

3962 <万物>を敬う ４自然科学 帯津良一  著 春秋社 2009年

3963 ポストゲノム社会と医事法 ４自然科学 甲斐克則  編 信山社 2009年

3964 エッセンシャル解剖・生理学  新版 ４自然科学 堀川宗之  著 学研メディカル秀潤社 2009年

3965 応用栄養学  第2版 ４自然科学 中坊幸弘 講談社 2009年

3966 基礎栄養学  第2版 ４自然科学 木戸康博 講談社 2009年

3967 質的研究と量的研究のエビデンスの統合 ４自然科学 キャサリン・ポ－プ 医学書院 2009年

3968 人体生理学ノ－ト  改訂7版 ４自然科学 松村幹郎 金芳堂 2009年

3969 PNFハンドブック  第3版 ４自然科学 S.S.アドラ－ シュプリンガ－・ジャパン 2009年

3970 亜鉛欠乏症の臨床 ４自然科学 宮田學  著 金芳堂 2009年

3971 関節周辺骨折 ４自然科学 高岡邦夫  編 南江堂 2009年

3972 病態病理学入門 ４自然科学
日本歯科大学生命歯学部病理学講座  
編

医学情報社 2009年

3973 リハビリテ－ション事典 ４自然科学 伊藤利之  [ほか]編 中央法規出版 2009年

3974 医療事故対応の実践 ４自然科学 和田仁孝 三協法規出版 2009年

3975 医療の経済学 ４自然科学 河口洋行  著 日本評論社 2009年

3976 作業療法学全書  改訂第3版 ４自然科学 日本作業療法士協会  監修 協同医書出版社 2009年

3977 新救急救命士医学用語辞典 ４自然科学 安田和弘  編著 へるす出版 2009年

3978 生命倫理委員会の合意形成 ４自然科学 額賀淑郎  著 勁草書房 2009年

3979 生命倫理学の誕生 ４自然科学 アルバ－ト・R.ジョンセン  著 勁草書房 2009年

3980 ヒュ－マンウォ－キング ４自然科学 Jessica Rose 医歯薬出版 2009年

3981 臨床家のための口腔顎顔面解剖アトラス ４自然科学 北村清一郎  編著 医歯薬出版 2009年

3982 ICU実践ハンドブック ４自然科学 清水敬樹  編 羊土社 2009年

3983 医療技術と器具の社会史 ４自然科学 山中浩司  著 大阪大学出版会 2009年

3984 看護管理者のための医療経営学 ４自然科学 尾形裕也  著 日本看護協会出版会 2009年

3985 機能解剖ポケットブック ４自然科学 Nigel Palastanga 医学書院 2009年

3986 次世代型医療制度改革 ４自然科学 田近栄治 ミネルヴァ書房 2009年

3987 機能的運動療法 ４自然科学 S.クラインフォ－ゲルバッハ シュプリンガ－・ジャパン 2009年

3988 医療関係訴訟の実務と方法 ４自然科学 稲垣喬  著 成文堂 2009年

3989 オランダ医事刑法の展開 ４自然科学 ペ－タ－・タック  著 慶應義塾大学出版会 2009年

3990 グロ－バル化する医療 ４自然科学 真野俊樹  著 岩波書店 2009年

3991 生体移植と法 ４自然科学 城下裕二  編 日本評論社 2009年

3992 生体計測学 ４自然科学 金井寛  [ほか]共著 コロナ社 2009年

3993 ナラティブ・ベイスト・メディスンの臨床研究 ４自然科学 ブライアン・ハ－ウィッツ 金剛出版 2009年
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3994 薬学生のためのヒュ－マニティ・コミュニケ－ション学習 ４自然科学 小林静子 南江堂 2009年

3995 よくわかる医療・看護のための統計入門  第2版 ４自然科学 石村貞夫  [ほか]著 東京図書 2009年

3996 ｢いのち｣から現代世界を考える ４自然科学 高草木光一  編 岩波書店 2009年

3997 医療戦略の本質 ４自然科学 マイケル・E.ポ－タ－ 日経BP社 2009年

3998 医療倫理の歴史 ４自然科学 アルバ－ト・R.ジョンセン  著 ナカニシヤ出版 2009年

3999 炎症・再生医学事典 ４自然科学 松島綱治 朝倉書店 2009年

4000 新編内部障害のリハビリテ－ション ４自然科学 上月正博  編 医歯薬出版 2009年

4001 医療保障の法政策 ４自然科学 井原辰雄  著 福村出版 2009年

4002 運動の生物学  改訂第2版 ４自然科学 塚本芳久  著 協同医書出版社 2009年

4003 運動器外傷治療学 ４自然科学 糸満盛憲  編 医学書院 2009年

4004 衛生行政大要  改訂第22版 ４自然科学 下田智久  [ほか]編著 日本公衆衛生協会 2009年

4005 生体のふるえと振動知覚 ４自然科学 坂本和義  [ほか]共著 東京電機大学出版局 2009年

4006 生命という価値 ４自然科学 高橋隆雄 九州大学出版会 2009年

4007 骨の健康と栄養科学大事典 ４自然科学 M.F.ホリック 西村書店 2009年

4008 ロビンス&コトラン病理学アトラス ４自然科学 Edward C.Klatt  著 エルゼビア・ジャパン 2009年

4009 明るい医療現場改革 ４自然科学 麻生泰  編著 日本経済新聞出版社 2009年

4010 アメリカ医療の光と影 ４自然科学 李啓充  著 医学書院 2009年

4011 作業療法学全書  改訂第3版 ４自然科学 日本作業療法士協会  監修 協同医書出版社 2009年

4012 作業療法学全書  改訂第3版 ４自然科学 日本作業療法士協会  監修 協同医書出版社 2009年

4013 作業療法学全書  改訂第3版 ４自然科学 日本作業療法士協会  監修 協同医書出版社 2009年

4014 ｢社会的入院｣の研究 ４自然科学 印南一路  著 東洋経済新報社 2009年

4015 柔道整復学 ４自然科学
全国柔道整復学校協会・教科書委員会 
 編

南江堂 2009年

4016 スピリチュアルケアを語る ４自然科学 窪寺俊之 関西学院大学出版会 2009年

4017 大腿骨頸部骨折後のリハビリテ－ション ４自然科学 林泰史  編著 真興交易医書出版部 2009年

4018 病院倫理委員会と倫理コンサルテ－ション ４自然科学 D.ミカ・ヘスタ－  編 勁草書房 2009年

4019 保健医療福祉政策の変容 ４自然科学 矢野聡  著 ミネルヴァ書房 2009年

4020 臨床病態学 ４自然科学 松浦雅人  編 医歯薬出版 2009年

4021 関係法規  改訂第2版 ４自然科学 前田和彦  編著 医歯薬出版 2009年

4022 看護法令要覧 ４自然科学 門脇豊子 日本看護協会出版会 2009年

4023 作業療法学全書  改訂第3版 ４自然科学 日本作業療法士協会  監修 協同医書出版社 2009年

4024 作業療法学全書  改訂第3版 ４自然科学 日本作業療法士協会  監修 協同医書出版社 2009年

4025 スキルサイエンス入門 ４自然科学 古川康一  編著 オ－ム社 2009年

4026 スタンダ－ド衛生・公衆衛生  第11版 ４自然科学 末高武彦  [ほか]編 学建書院 2009年
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4027 地域医療改善の課題 ４自然科学 愛知東邦大学地域創造研究所  編 唯学書房 2009年

4028 つながりあう｢いのち｣の心理臨床 ４自然科学 木村登紀子  著 新曜社 2009年

4029 なぜいま医療でメタ理論なのか ４自然科学 西條剛央 北大路書房 2009年

4030 バイオサイバネティクス ４自然科学 富田豊 コロナ社 2009年

4031 病院の言葉を分かりやすく ４自然科学
国立国語研究所｢病院の言葉｣委員会  
編著

勁草書房 2009年

4032 リハビリテ－ション連携論 ４自然科学 澤村誠志 三輪書店 2009年

4033 医者を"殺すな！" ４自然科学 塚田真紀子  著 日本評論社 2009年

4034 医療IT化と生命倫理 ４自然科学 ケネス・W.グッドマン  編著 世界思想社 2009年

4035 健康と医療の公平に挑む ４自然科学 松田亮三  編著 勁草書房 2009年

4036 現代リハビリテ－ション医学  改訂第3版 ４自然科学 千野直一  編 金原出版 2009年

4037 時間栄養学 ４自然科学 香川靖雄  編著 女子栄養大学出版部 2009年

4038 地域保健とマ－ケティング ４自然科学 佐久間清美  著 晃洋書房 2009年

4039 バイオ・コリアと女性の身体 ４自然科学 渕上恭子  著 勁草書房 2009年

4040 栄養学原論 ４自然科学 渡邊昌  著 南江堂 2009年

4041 カルテ返却 ４自然科学 井ノ口裕  著 日本評論社 2009年

4042 骨折の画像診断 ４自然科学 福田国彦 羊土社 2009年

4043 在宅医療と訪問看護・介護のコラボレ－ション ４自然科学 前川厚子  編著 オ－ム社 2009年

4044 日本の医療崩壊を救う｢地域医療経営｣ ４自然科学 永野和雄 税務経理協会 2009年

4045 病態・薬物治療概論 ４自然科学 濱崎直孝  [ほか]編著 丸善 2009年

4046 米国医療崩壊の構図 ４自然科学 レジナ・E.ヘルツリンガ－  著 一灯舎 2009年

4047 イギリスの医療は問いかける ４自然科学 森臨太郎  著 医学書院 2008年

4048 医療立国論 ４自然科学 大村昭人  著 日刊工業新聞社 2008年

4049 医療倫理の系譜  改訂版 ４自然科学 関根透  著 北樹出版 2008年

4050 運動のバイオメカニクス ４自然科学 牧川方昭 コロナ社 2008年

4051 栄養学の歴史 ４自然科学 ウォルタ－・グラットザ－  著 講談社 2008年

4052 患者の意思決定権 ４自然科学 石崎泰雄  著 成文堂 2008年

4053 心の文法 ４自然科学 前田泰樹  著 新曜社 2008年

4054 これからの保健医療福祉行政論 ４自然科学 星旦二 日本看護協会出版会 2008年

4055 脳・脊髄カラ－アトラス ４自然科学 Marjorie A.England エルゼビア・ジャパン 2008年

4056 ヒュ－マンボディ  原著第3版 ４自然科学 Barbara Herlihy  著 エルゼビア・ジャパン 2008年

4057 臨床研究と疫学研究のための国際ル－ル集 ４自然科学 中山健夫 ライフサイエンス出版 2008年

4058 医療心理学 ４自然科学 忠井俊明  編著 星和書店 2008年

4059 医療心理学の新展開 ４自然科学 鈴木伸一  編著 北大路書房 2008年
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4060 患者・家族の緩和ケアを支援するスピリチュアルケア ４自然科学 谷田憲俊  著 診断と治療社 2008年

4061 死をめぐる自己決定について  新装増補改訂版 ４自然科学 五十子敬子  著 批評社 2008年

4062 生体臓器移植の法的諸問題 ４自然科学 高橋公太  編 日本医学館 2008年

4063 たった一人で国・薬害裁判に勝つ ４自然科学 福田実  著 日本評論社 2008年

4064 日米の医療 ４自然科学 杉田米行  編 大阪大学出版会 2008年

4065 微量栄養素小事典 ４自然科学 M.ツィンマ－マン  著 西村書店 2008年

4066 臨床神経生理学 ４自然科学 柳澤信夫 医学書院 2008年

4067 臨床歩行計測入門 ４自然科学 江原義弘 医歯薬出版 2008年

4068 悪夢の医療史 ４自然科学 W.ラフル－ア 勁草書房 2008年

4069 健康幻想の社会学 ４自然科学 八木晃介  著 批評社 2008年

4070 『先端医療』の落し穴 ４自然科学 仲正昌樹  [ほか]著 御茶の水書房 2008年

4071 終末期の保健福祉 ４自然科学 佐藤進 信山社 2008年

4072 良い死 ４自然科学 立岩真也  著 筑摩書房 2008年

4073 腰椎・骨盤領域の臨床解剖学 ４自然科学 Nikolai Bogduk  原著 エルゼビア・ジャパン 2008年

4074 国を超えて移住する看護師たち ４自然科学 ミレイユ・キングマ  著 エルゼビア・ジャパン 2008年

4075 手と道具の人類史 ４自然科学 関昌家 協同医書出版社 2008年

4076 パ－トナ－機能形態学 ４自然科学 高野行夫 南江堂 2008年

4077 医学ユ－モア辞典  改訂第3版 ４自然科学 長谷川榮一  著 エルゼビア・ジャパン 2008年

4078 いのちのバイオエシックス ４自然科学 木村利人 コロナ社 2008年

4079 エレンベッカ－肩関節検査法 ４自然科学 T.S.エレンベッカ－  著 西村書店 2008年

4080 健康格差と正義 ４自然科学 ノ－マン・ダニエルズ 勁草書房 2008年

4081 いのちの砂時計 ４自然科学 共同通信社社会部  著 日本評論社 2008年

4082 研修医のための病理マニュアル ４自然科学 梅澤明弘 診断と治療社 2008年

4083 触診機能解剖カラ－アトラス ４自然科学 竹井仁  著 文光堂 2008年

4084 触診機能解剖カラ－アトラス ４自然科学 竹井仁  著 文光堂 2008年

4085 実験医学の原理 ４自然科学 クロ－ド・ベルナ－ル  著 丸善プラネット 2008年

4086 自己決定論のゆくえ ４自然科学 高橋隆雄 九州大学出版会 2008年

4087 図表でみる世界の保健医療 ４自然科学 OECD  編著 明石書店 2008年

4088 生命・環境・ケア ４自然科学 高橋隆雄  著 九州大学出版会 2008年

4089 生命というリスク ４自然科学 川越修 法政大学出版局 2008年

4090 分別される生命 ４自然科学 川越修 法政大学出版局 2008年

4091 メディカルストレッチング ４自然科学 丹羽滋郎  [ほか]共著 金原出版 2008年

4092 メディカルツ－リズム ４自然科学 ジョセフ・ウッドマン  著 医薬経済社 2008年
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4093 運動・認知機能改善へのアプロ－チ ４自然科学 藤原勝夫  編著 市村出版 2008年

4094 エッセンシャル神経科学 ４自然科学 Allan Siegel 丸善 2008年

4095 栄養学研究の最前線 ４自然科学 小川正 建帛社 2008年

4096 エキスパ－ト外来診療 ４自然科学 五十嵐正男 医学書院 2008年

4097 生命の倫理 ４自然科学 山崎喜代子  編 九州大学出版会 2008年

4098 地域医療におけるコミュニケ－ションと情報技術 ４自然科学 秋山美紀  著 慶應義塾大学出版会 2008年

4099 標準整形外科学 ４自然科学 中村利孝 医学書院 2008年

4100 医療経済論 ４自然科学 大森正博  著 岩波書店 2008年

4101 スピリチュアルケア学概説 ４自然科学 窪寺俊之  著 三輪書店 2008年

4102 日常生活活動のキネシオロジ－ ４自然科学 David Paul Greene 医歯薬出版 2008年

4103 筋・骨格系の機能解剖アトラス ４自然科学 石川斉  著 文光堂 2008年

4104 壊れゆく医師たち ４自然科学 岡井崇  [ほか著] 岩波書店 2008年

4105 生きることの質 ４自然科学 日野原重明  著 岩波書店 2008年

4106 衛生学・公衆衛生学 ４自然科学 宮武光吉  [ほか]編 医歯薬出版 2008年

4107 こころに寄り添う緩和ケア ４自然科学 赤穂理絵 新曜社 2008年

4108 スポ－ツ膝の臨床 ４自然科学 史野根生  著 金原出版 2008年

4109 地域医療を守れ ４自然科学 平井愛山 岩波書店 2008年

4110 ル－ビンカラ－病理学Q&A ４自然科学 Bruce A.Fenderson 丸善 2008年

4111 医をめぐる自己決定 ４自然科学 五十子敬子  編 イウス出版 2007年

4112 医学英語論文表現法辞典 ４自然科学 大井静雄  著 南山堂 2007年

4113 患者の権利 ４自然科学 ジョ－ジ・J.アナス  著 明石書店 2007年

4114 コスタンゾ明解生理学 ４自然科学 コスタンゾ  原著 エルゼビア・ジャパン 2007年

4115 最新栄養学  第9版 ４自然科学 B.A.Bowman 建帛社 2007年

4116 疾患からみた解剖学 ４自然科学 相磯貞和  編 メジカルビュ－社 2007年

4117 生命倫理と法 ４自然科学 樋口範雄 弘文堂 2007年

4118 ライフサイエンス論文作成のための英文法 ４自然科学 河本健  編 羊土社 2007年

4119 OT臨床ハンドブック  増補版 ４自然科学
聖マリアンナ医科大学病院リハビリテ－
ション部作業療法科  著

三輪書店 2007年

4120 医療改革 ４自然科学 二木立  著 勁草書房 2007年

4121 エンハンスメント ４自然科学 生命環境倫理ドイツ情報センタ－  編 知泉書館 2007年

4122 カルテの余白 ４自然科学 近藤俊文  著 岩波書店 2007年

4123 骨格筋ハンドブック ４自然科学 Chris Jarmey  著 南江堂 2007年

4124 ル－ビン病理学 ４自然科学 エマニュエル・ル－ビン  編 西村書店 2007年

4125 医療と法を考える ４自然科学 樋口範雄  著 有斐閣 2007年
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4126 医療倫理と合意形成 ４自然科学 吉武久美子  著 東信堂 2007年

4127 治療行為の正当化原理 ４自然科学 小林公夫  著 日本評論社 2007年

4128 ライフサイエンス英語表現使い分け辞典 ４自然科学 河本健 羊土社 2007年

4129 医療通訳入門 ４自然科学 連利博  監修 松柏社 2007年

4130 グレイ解剖学 ４自然科学 Richard L.Drake エルゼビア・ジャパン 2007年

4131 健康の心理学 ４自然科学 春木豊  [ほか]共著 サイエンス社 2007年

4132 コア臨床症例から基礎病態生理へ ４自然科学 Samy A.Azer  原著 エルゼビア・ジャパン 2007年

4133 ｢尊厳死｣に尊厳はあるか ４自然科学 中島みち  著 岩波書店 2007年

4134 日本の医療はどこへいく ４自然科学
非営利・協同総合研究所いのちとくらし  
編

新日本出版社 2007年

4135 人間改造論 ４自然科学 町田宗鳳 新曜社 2007年

4136 機能的運動療法 ４自然科学 S.クラインフォ－ゲルバッハ  [ほか]著 シュプリンガ－・ジャパン 2007年

4137 医療と生命 ４自然科学 霜田求  [ほか]著 ナカニシヤ出版 2007年

4138 市場原理とアメリカ医療 ４自然科学 石川義弘  著 医学通信社 2007年

4139 新骨の科学 ４自然科学 須田立雄  [ほか]編著 医歯薬出版 2007年

4140 普遍性と多様性 ４自然科学 奥田純一郎  編著 上智大学出版 2007年

4141 アキレス腱断裂診療ガイドライン ４自然科学
日本整形外科学会診療ガイドライン委
員会

南江堂 2007年

4142 医薬研究者のための評価スケ－ルの使い方と統計処理 ４自然科学 奥田千恵子  著 金芳堂 2007年

4143 エビデンスに基づく変形性膝関節症の鍼灸医学 ４自然科学 全日本鍼灸学会  編 医歯薬出版 2007年

4144 基礎作業学 ４自然科学 小林夏子 医学書院 2007年

4145 義肢装具のチェックポイント  第7版 ４自然科学 日本整形外科学会 医学書院 2007年

4146 形態測定・反射検査 ４自然科学 伊藤俊一 三輪書店 2007年

4147 社会生活行為学 ４自然科学 田川義勝 医学書院 2007年

4148 上肢の骨折・脱臼 ４自然科学 金谷文則  編 メジカルビュ－社 2007年

4149 創る・楽しむことの障害とアプロ－チ ４自然科学 山根寛  編 三輪書店 2007年

4150 フィドラ－のアクティビティ論 ４自然科学 ゲイル・フィドラ－ 医学書院 2007年

4151 予防接種法詳解 ４自然科学 感染症法研究会  編 中央法規出版 2007年

4152 リハビリテ－ション医学用語集  第7版 ４自然科学 日本リハビリテ－ション医学会  編 文光堂 2007年

4153 臨床実習指導者論 ４自然科学 梅崎利通  著 朱鳥社 2007年

4154 EBM公衆衛生 ４自然科学 矢野栄二 篠原出版新社 2007年

4155 医師不足と地域医療の崩壊 ４自然科学
東北大学大学院医学系研究科地域医
療システム学(宮城県)寄附講座  編

日本医療企画 2007年

4156 医療英語表現辞典 ４自然科学 Peter Gross  著 オ－ム社 2007年

4157 健康・老化・寿命 ４自然科学 黒木登志夫  著 中央公論新社 2007年

4158 疾患からまとめた病態生理first aid ４自然科学 奈良信雄  編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2007年
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4159 精神科リスクマネジメント ４自然科学 保坂隆  編著 中外医学社 2007年

4160 手の外科学用語集  改訂第3版 ４自然科学 日本手の外科学会  編 ナップ 2007年

4161 日本の生命倫理 ４自然科学 高橋隆雄 九州大学出版会 2007年

4162 波及・深化する糖鎖研究 ４自然科学 古川鋼一 羊土社 2007年

4163 薬剤師とくすりと倫理  改訂7版 ４自然科学 奥田潤 じほう 2007年

4164 <病>のスペクタクル ４自然科学 美馬達哉  著 人文書院 2007年

4165 リハビリテ－ション医療 ４自然科学 平澤泰介 金芳堂 2007年

4166 PT・OT・ST・ナ－スを目指す人のためのリハビリテ－ション総論 ４自然科学 椿原彰夫  編著 診断と治療社 2007年

4167 各科専門分野を集約した足と脚の外来診療 ４自然科学 村地俊二 メディカルトリビュ－ン 2007年

4168 かしこくなる患者学 ４自然科学 高柳和江 放送大学教育振興会 2007年

4169 看護・福祉・医学統計学 ４自然科学 大櫛陽一  [ほか]著 福村出版 2007年

4170 眼球・耳疾患 ４自然科学 堤寛  著 学際企画 2007年

4171 基礎としての健康科学 ４自然科学
神戸大学大学院人間発達環境学研究
科健康科学研究会  編

大修館書店 2007年

4172 産婦人科疾患 ４自然科学 堤寛  著 学際企画 2007年

4173 触診解剖アトラス  第2版 ４自然科学 セルジュ・ティクサ  著 医学書院 2007年

4174 触診解剖アトラス  第2版 ４自然科学 セルジュ・ティクサ  著 医学書院 2007年

4175 神経・筋疾患 ４自然科学 堤寛  著 学際企画 2007年

4176 整形外科学  改訂第3版 ４自然科学 松下隆 南江堂 2007年

4177 手の外科の要点と盲点 ４自然科学 金谷文則  編 文光堂 2007年

4178 手・肘の外科 ４自然科学 三浪明男  編著 中外医学社 2007年

4179 テレメンタリング ４自然科学 日本遠隔医療学会  編 中山書店 2007年

4180 入門・医療倫理 ４自然科学 赤林朗  編 勁草書房 2007年

4181 開けばわかる超音波解剖ポケットアトラス ４自然科学 Berthold Block  著 南江堂 2007年

4182 病気の社会史 ４自然科学 立川昭二  著 岩波書店 2007年

4183 プライマリケアのための整形外科疼痛マニュアル ４自然科学 菊地臣一  編 金原出版 2007年

4184 ミラ－麻酔科学 ４自然科学 ロナルド・D.ミラ－  編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2007年

4185 薬学的管理実践のためのエッセンシャルシ－トとフォロ－アップシ－ト ４自然科学 上島悦子  編著 医薬ジャ－ナル社 2007年

4186 よくある症状－見逃せない疾患 ４自然科学 サンジャヤ・セナナヤケ  著
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2007年

4187 立法百年史  増補版 ４自然科学 広田伊蘇夫  著 批評社 2007年

4188 リハビリテ－ション  新訂 ４自然科学 里宇明元 放送大学教育振興会 2007年

4189 臨床家のための生命倫理学 ４自然科学 James L.Bernat  著 協同医書出版社 2007年

4190 わかりやすい人体の仕組み ４自然科学 菊川忠裕 日本医学館 2007年

4191 アミノ酸の機能特性 ４自然科学 矢ヶ崎一三  [ほか]責任編集 建帛社 2007年
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4192 新たな疫病｢医療過誤｣ ４自然科学 ロバ－ト・M.ワクタ－ 朝日新聞社 2007年

4193 生き方としての健康科学  第4版 ４自然科学 山崎喜比古 有信堂高文社 2007年

4194 医療心理学特講 ４自然科学 丸山久美子  編 ブレ－ン出版 2007年

4195 医療倫理 ４自然科学 トニ－・ホ－プ  [著] 岩波書店 2007年

4196 解剖学カラ－アトラス  第6版 ４自然科学 Johannes W.Rohen 医学書院 2007年

4197 解剖学用語  改訂13版 ４自然科学 解剖学用語委員会  編 医学書院 2007年

4198 カラ－写真で学ぶ四肢関節の触診法 ４自然科学 竹内義享 医歯薬出版 2007年

4199 看護職の社会学 ４自然科学 佐藤典子  著 専修大学出版局 2007年

4200 これだけは知っておきたい医療禁忌  改訂第2版 ４自然科学 長田薫  編 羊土社 2007年

4201 術前患者評価・管理の手引 ４自然科学 ボビ－ジ－ン・スウェイツァ－  編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2007年

4202 図解よくわかる整形外科MRI診断実践マニュアル ４自然科学 伊藤博元  編 全日本病院出版 2007年

4203 タンパク質・アミノ酸の新栄養学 ４自然科学 岸恭一 講談社 2007年

4204 プライマリ・ケア救急 ４自然科学 日本家庭医療学会  編 プリメド社 2007年

4205 ヘルスサポ－トの方法と実践 ４自然科学 田中滋 東京大学出版会 2007年

4206 マ－ティン神経解剖学 ４自然科学 ジョン・H.マ－ティン  著 西村書店 2007年

4207 CBT病理アトラス ４自然科学 金井信行  著 医学評論社 2007年

4208 環境生理学 ４自然科学 本間研一 北海道大学出版会 2007年

4209 子どもの治療決定権 ４自然科学 家永登  著 日本評論社 2007年

4210 疾病の成り立ち ４自然科学 近藤和雄  [ほか]編 東京化学同人 2007年

4211 図解介護のための運動機能 ４自然科学 田邊康二  著 荘道社 2007年

4212 切断と義肢 ４自然科学 澤村誠志  著 医歯薬出版 2007年

4213 肘診療マニュアル  第2版 ４自然科学 石井清一 医歯薬出版 2007年

4214 遺伝情報と法政策 ４自然科学 甲斐克則  編 成文堂 2007年

4215 ジュンケイラ組織学  第2版 ４自然科学 Luiz Carlos Junqueira 丸善 2007年

4216 生理学 ４自然科学 Eugene C.Toy  [ほか著] 丸善 2007年

4217 リハビリテ－ション ４自然科学 越智隆弘 金原出版 2007年

4218 シグナル伝達病を知る ４自然科学 菅村和夫 メディカルドゥ 2006年

4219 大量出血 ４自然科学 外須美夫  編 真興交易医書出版部 2006年

4220 ナラティヴと医療 ４自然科学 江口重幸 金剛出版 2006年

4221 人間の尊厳と生命倫理・生命法 ４自然科学 ホセ・ヨンパルト 成文堂 2006年

4222 人間らしい死と自己決定 ４自然科学
[ドイツ連邦議会｢現代医療の倫理と法｣
審議会]  [原著]

知泉書館 2006年

4223 未病医学臨床 ４自然科学 日本未病システム学会  編 金芳堂 2006年

4224 New予防医学・公衆衛生学  改訂第2版 ４自然科学 岸玲子  [ほか]編 南江堂 2006年
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4225 医療経済・政策学の視点と研究方法 ４自然科学 二木立  著 勁草書房 2006年

4226 クリクラナビ  改訂第2版 ４自然科学
熊本大学医学部臨床実習入門コ－スワ
－キンググル－プ編集委員会  編

金原出版 2006年

4227 外科手術手技図譜 ４自然科学 杉原健一 永井書店 2006年

4228 術後痛  改訂第2版 ４自然科学 花岡一雄  編 克誠堂出版 2006年

4229 ポストゲノム時代の医療倫理 ４自然科学
東京医科歯科大学生命倫理研究センタ
－  著

医学出版 2006年

4230 解剖学 ４自然科学 Eugene C.Toy  [ほか著] 丸善 2006年

4231 健康行動と健康教育 ４自然科学 Karen Glanz 医学書院 2006年

4232 死ぬ権利 ４自然科学 香川知晶  著 勁草書房 2006年

4233 医療化のポリティクス ４自然科学 森田洋司 学文社 2006年

4234 困難に立ち向かう看護 ４自然科学 スザンヌ・ゴ－ドン  著 エルゼビア・ジャパン 2006年

4235 疲れたときは、からだを動かす！ ４自然科学 山本利春  著 岩波書店 2006年

4236 発達過程作業療法学 ４自然科学 福田恵美子  編 医学書院 2006年

4237 患者の安全を守る ４自然科学
米国ナ－スの労働環境と患者安全委員
会

日本評論社 2006年

4238 社会格差と健康 ４自然科学 川上憲人 東京大学出版会 2006年

4239 日本医療史 ４自然科学 新村拓  編 吉川弘文館 2006年

4240 新臨床外科学  第4版 ４自然科学 川崎誠治  [ほか]編 医学書院 2006年

4241 フットケア ４自然科学 日本フットケア学会  編 医学書院 2006年

4242 医学統計学辞典 ４自然科学 B.S.Everitt  [著] 朝倉書店 2006年

4243 医療経済学の基礎理論と論点 ４自然科学 西村周三 勁草書房 2006年

4244 家族志向のプライマリ・ケア ４自然科学 S.H.マクダニエル
シュプリンガ－・フェアラ
－ク東京

2006年

4245 図説新肩の臨床 ４自然科学 高岸憲二  編 メジカルビュ－社 2006年

4246 ICUハンドブック ４自然科学 三宅康史  編著 中外医学社 2006年

4247 医療における人の心理と行動 ４自然科学 生和秀敏 培風館 2006年

4248 看護の法的側面 ４自然科学 B.ダイモンド  著 ミネルヴァ書房 2006年

4249 生命倫理学と功利主義 ４自然科学 伊勢田哲治 ナカニシヤ出版 2006年

4250 中耳・側頭骨解剖アトラス ４自然科学 須納瀬弘 医学書院 2006年

4251 内分泌外科標準テキスト ４自然科学 村井勝 医学書院 2006年

4252 リハビリテ－ション解剖アトラス ４自然科学 佐藤達夫 医歯薬出版 2006年

4253 足の外科の要点と盲点 ４自然科学 山本晴康  編 文光堂 2006年

4254 実践のプライマリ・ケア ４自然科学 大鐘稔彦  著 金原出版 2006年

4255 手のスプリントのすべて  第3版 ４自然科学 矢崎潔  著 三輪書店 2006年

4256 ネッタ－解剖生理学アトラス ４自然科学 ネッタ－  [画] 南江堂 2006年

4257 イラストでまなぶ人体のしくみとはたらき ４自然科学 田中越郎  著 医学書院 2006年
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4258 医療禁忌診療科別マニュアル ４自然科学 富野康日己  総編集 医歯薬出版 2006年

4259 運動療法のための機能解剖学的触診技術 ４自然科学 林典雄  著 メジカルビュ－社 2006年

4260 オランダの安楽死 ４自然科学 山下邦也  著 成文堂 2006年

4261 新編・医学史探訪 ４自然科学 二宮陸雄  著 医歯薬出版 2006年

4262 柔道整復用語事典 ４自然科学 今井俊介  [ほか]編著 海馬書房 2006年

4263 内部障害のリハビリテ－ション ４自然科学 千野直一 金原出版 2006年

4264 ホルモンの人間科学 ４自然科学 山内兄人  著 コロナ社 2006年

4265 臨床倫理学  第5版 ４自然科学 Albert R.Jonsen 新興医学出版社 2006年

4266 私の手の外科  改訂第4版 ４自然科学 津下健哉  著 南江堂 2006年

4267 あなたもできる外来教育 ４自然科学 Patric C.Alguire 診断と治療社 2006年

4268 医療法人のための内部統制ハンドブック ４自然科学 東日本税理士法人  編 中央経済社 2006年

4269 健康の神秘 ４自然科学 ハンス=ゲオルク・ガダマ－  [著] 法政大学出版局 2006年

4270 疾患別医学史 ４自然科学 K.F.カイプル  編 朝倉書店 2006年

4271 脊髄損傷の理学療法  第2版 ４自然科学 武田功  編著 医歯薬出版 2006年

4272 医療の値段 ４自然科学 結城康博  著 岩波書店 2006年

4273 患者安全のシステムを創る ４自然科学 JCAHO  [著] 医学書院 2006年

4274 ギャノング生理学 ４自然科学 ギャノング  [著] 丸善 2006年

4275 生老病死を支える ４自然科学 方波見康雄  著 岩波書店 2006年

4276 疾患別医学史 ４自然科学 K.F.カイプル  編 朝倉書店 2006年

4277 実践すぐに役立つ膝靱帯損傷診断・治療マニュアル ４自然科学 宗田大  編 全日本病院出版会 2006年

4278 標準血管外科 ４自然科学 安田慶秀  監修 日本血管外科学会 2006年

4279 リハビリテ－ション・ルネサンス ４自然科学 宮本省三  著 春秋社 2006年

4280 医療過誤判例の研究 ４自然科学 塩崎勤  編著 民事法情報センタ－ 2005年

4281 カラ－アトラスマクロ病理学  第3版 ４自然科学 ロビン・A.クック 西村書店 2005年

4282 疾患別医学史 ４自然科学 K.F.カイプル  編 朝倉書店 2005年

4283 セラピストのためのリハビリテ－ション医療 ４自然科学 田中宏太佳 永井書店 2005年

4284 ドクタ－・グリフィスの患者指導 ４自然科学 Stephen W.Moore  著 エルゼビア・ジャパン 2005年

4285 よくわかるリハビリテ－ション ４自然科学 江藤文夫  編 ミネルヴァ書房 2005年

4286 リハビリテ－ション実践ハンドブック ４自然科学 S.J.ギャリソン  編
シュプリンガ－・フェアラ
－ク東京

2005年

4287 下肢手術完全マスタ－ ４自然科学 松井宣夫 メジカルビュ－社 2005年

4288 高齢者のリハビリテ－ション ４自然科学 千野直一 金原出版 2005年

4289 股関節外科の要点と盲点 ４自然科学 久保俊一  編 文光堂 2005年

4290 病院の医療安全 ４自然科学 小川龍 真興交易医書出版部 2005年
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4291 研修医のためのオ－ルラウンド診療技術 ４自然科学 神戸市立中央市民病院  編 メジカルビュ－社 2005年

4292 人体の構造と機能及び疾病の成り立ち ４自然科学 香川靖雄  [ほか]編 南江堂 2005年

4293 地域作業療法学 ４自然科学 小川恵子  編 医学書院 2005年

4294 必携在宅医療・介護基本手技マニュアル  改訂第2版 ４自然科学 谷亀光則  編 永井書店 2005年

4295 ○×トライアル運動学・リハビリテ－ション医学 ４自然科学 竹内義享 医歯薬出版 2005年

4296 やさしい生理学  改訂第5版 ４自然科学 森本武利 南江堂 2005年

4297 臨床足装具学 ４自然科学 Thomas C.Michaud  著 医歯薬出版 2005年

4298 医療の質用語事典 ４自然科学 医療の質用語事典編集委員会  編著 日本規格協会 2005年

4299 カラ－スケッチ生理学  第2版 ４自然科学 Kapit 廣川書店 2005年

4300 実務医事法講義 ４自然科学 加藤良夫  編著 民事法研究会 2005年

4301 沈黙の壁 ４自然科学 ロ－ズマリ－・ギブソン 日本評論社 2005年

4302 リハビリテ－ション医学テキスト  改訂第2版 ４自然科学 三上真弘 南江堂 2005年

4303 ADL  第2版 ４自然科学 生田宗博  編 三輪書店 2005年

4304 公衆栄養学 ４自然科学 赤羽正之  編 化学同人 2005年

4305 患者と減らそう医療ミス ４自然科学 Patrice L.Spath  [著] エルゼビア・ジャパン 2005年

4306 見てわかるスポ－ツ整形外科手術 ４自然科学 Mark D.Miller エルゼビア・ジャパン 2005年

4307 観察による歩行分析 ４自然科学 Kirsten Gotz-Neumann  原著 医学書院 2005年

4308 筋骨格系のキネシオロジ－ ４自然科学 Donald A.Neumann  原著 医歯薬出版 2005年

4309 作業療法研究法 ４自然科学 山田孝  編 医学書院 2005年

4310 作業療法のとらえかた ４自然科学 古川宏  編 文光堂 2005年

4311 作業療法評価学 ４自然科学 岩崎テル子  [ほか]編 医学書院 2005年

4312 リハビリテ－ションシ－クレット ４自然科学 ブライアン・J.オ－ヤング
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

4313 栄養管理のための人間栄養学 ４自然科学 細谷憲政  [ほか]著 日本医療企画 2005年

4314 応用栄養学 ４自然科学 近藤和雄  [ほか]編 東京化学同人 2005年

4315 カラ－図解よくわかる生理学の基礎 ４自然科学 アガメムノン・デスポプロス
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

4316 画像詳解完全病理学 ４自然科学 堤寛  著 医学教育出版社 2005年

4317 国際保健医療学  第2版 ４自然科学 日本国際保健医療学会  編 杏林書院 2005年

4318 脂質栄養と健康 ４自然科学 宮澤陽夫 建帛社 2005年

4319 人体の構造と機能及び疾病の成り立ち ４自然科学 香川靖雄  [ほか]編 南江堂 2005年

4320 早わかり医療事故防止ノ－ト ４自然科学 飯塚病院 照林社 2005年

4321 メディカルクオリティ・アシュアランス  第2版 ４自然科学 古川俊治  著 医学書院 2005年

4322 臨床実習とケ－ススタディ ４自然科学 市川和子  編 医学書院 2005年

4323 わかる身につく医療コミュニケ－ションスキル ４自然科学 沢村敏郎 メディカルレビュ－社 2005年
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4324 Clinical生体機能学 ４自然科学 當瀬規嗣  著 南山堂 2005年

4325 PNFマニュアル  改訂第2版 ４自然科学 柳澤健 南江堂 2005年

4326 医療機関の個人情報保護対策 ４自然科学 真野俊樹  編著 中央経済社 2005年

4327 医療禁忌マニュアル  第3版 ４自然科学 富野康日己  総編集 医歯薬出版 2005年

4328 栄養学総論  第2版 ４自然科学 林淳三 建帛社 2005年

4329 応用栄養学 ４自然科学 五明紀春  [ほか]編 朝倉書店 2005年

4330 解剖生理  改訂 ４自然科学 江藤盛治 医学芸術社 2005年

4331 外来診療 ４自然科学 グレ－ス・A.リン
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

4332 疾病・病態マニュアル  改訂2版 ４自然科学 岡野善郎  [ほか]編 南山堂 2005年

4333 膝関節外科の要点と盲点 ４自然科学 黒坂昌弘  編 文光堂 2005年

4334 身体機能作業療法学 ４自然科学 岩崎テル子  編 医学書院 2005年

4335 身体診察と基本手技 ４自然科学 倉本秋  編 メジカルビュ－社 2005年

4336 上肢骨折の保存療法 ４自然科学 武田功 医歯薬出版 2005年

4337 実習人体組織学図譜  第5版 ４自然科学 Ulrich Welsch  [著] 医学書院 2005年

4338 生命維持機能の生理学 ４自然科学 富田忠雄 昭和堂 2005年

4339 代謝栄養学 ４自然科学 横越英彦  編著 同文書院 2005年

4340 ナラティブ・ベイスト・プライマリケア ４自然科学 ジョン・ロ－ナ－  著 診断と治療社 2005年

4341 判例に学ぶ消化器医療のリスクマネジメント ４自然科学 日山亨  [ほか]著 日本メディカルセンタ－ 2005年

4342 臨床研修イラストレイテッド  改訂版 ４自然科学 久山泰  編 羊土社 2005年

4343 臨床研修イラストレイテッド  改訂版 ４自然科学 吉澤靖之  編 羊土社 2005年

4344 医療機関のための個人情報保護法対応マニュアル ４自然科学 日経メディカル  編 日経BP社 2005年

4345 基礎栄養学  第2刷(訂正版) ４自然科学 五明紀春  [ほか]編 朝倉書店 2005年

4346 外科 ４自然科学 ジェレミ－・グッドマン
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2005年

4347 整形外科学・外傷学  改訂第7版 ４自然科学 岩本幸英  [ほか]編 文光堂 2005年

4348 保健・医療・福祉のための栄養学  第3版 ４自然科学 渡邉早苗  [ほか]編著 医歯薬出版 2005年

4349 整形外科学 ４自然科学 茂原重雄  編著 中外医学社 2005年

4350 臨床研修イラストレイテッド  改訂版 ４自然科学 比江嶋一昌  編 羊土社 2005年

4351 視覚生理学の基礎 ４自然科学 江口英輔  著 内田老鶴圃 2004年

4352 臨床解剖断面アトラス ４自然科学 後藤昇 三輪書店 2004年

4353 32枚のカルテ ４自然科学 中村徹 医学通信社 2004年

4354 運動学 ４自然科学 丸山仁司  編 中外医学社 2004年

4355 解剖学 ４自然科学 五味敏昭 中外医学社 2004年

4356 業務システム標準化による医療事故予防策実例集 ４自然科学 貝瀬友子  編 メヂカルフレンド社 2004年
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4357 抗加齢医学入門 ４自然科学 米井嘉一  著 慶應義塾大学出版会 2004年

4358 病理学 ４自然科学 神山隆一  編 中外医学社 2004年

4359 法と生命倫理20講  第4版 ４自然科学 石原明  著 日本評論社 2004年

4360 医療事故の予見的対策 ４自然科学
[Joint Commission on Accreditation of 
Healthcare Organizations]  [著]

じほう 2004年

4361 栄養指導・教育のためのコミュニケ－ション技法 ４自然科学 梅本和比己  著 第一出版 2004年

4362 解剖生理学 ４自然科学 高野康夫  編 化学同人 2004年

4363 解剖学イラスト事典 ４自然科学 松村讓兒  著 中外医学社 2004年

4364 肩の診かた治しかた ４自然科学
昭和大学藤が丘リハビリテ－ション病院 
 編

メジカルビュ－社 2004年

4365 高齢者の整形外科 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 2004年

4366 診療・研究に活かす病理診断学 ４自然科学 福嶋敬宜  編 医学書院 2004年

4367 慢性疾患を有する人への運動指導テキスト ４自然科学 アメリカスポ－ツ医学会  [編] ナップ 2004年

4368 ADL・IADL・QOL ４自然科学 千野直一 金原出版 2004年

4369 足診療マニュアル  第2版 ４自然科学 藤井英夫 医歯薬出版 2004年

4370 移ることの障害とアプロ－チ ４自然科学 山根寛  [ほか]編 三輪書店 2004年

4371 栄養教育論 ４自然科学 香西みどり 東京化学同人 2004年

4372 基礎栄養学 ４自然科学 伏木亨  編著 光生館 2004年

4373 基礎病理学  第7版 ４自然科学 Kumar 廣川書店 2004年

4374 骨盤輪・寛骨臼骨折治療実践マニュアル ４自然科学 弓削大四郎  著 全日本病院出版会 2004年

4375 セラピストのための運動学習ABC ４自然科学 大橋ゆかり  著 文光堂 2004年

4376 よくわかる摂食・嚥下のメカニズム ４自然科学 山田好秋  著 医歯薬出版 2004年

4377 解剖学ワ－クブック ４自然科学 佐々木和信  著 中外医学社 2004年

4378 肩診療マニュアル  第3版 ４自然科学 橋本淳 医歯薬出版 2004年

4379 基本臨床技能試験のコアスキル ４自然科学 Tim Dornan 西村書店 2004年

4380 血液学用語辞典  改訂3版 ４自然科学 平井久丸 フジメディカル出版 2004年

4381 プライマリ・ケア何を学ぶべきか ４自然科学
American Academy of Family Physicians
 [著]

プリメド社 2004年

4382 レクリエ－ション  改訂第2版 ４自然科学 中村春基 三輪書店 2004年

4383 How to useクリニカル・エビデンス ４自然科学 浦島充佳  著 医学書院 2004年

4384 医事紛争実務ハンドブック ４自然科学 大城孟 金芳堂 2004年

4385 医療におけるヒュ－マンエラ－ ４自然科学 河野龍太郎  著 医学書院 2004年

4386 クリティカルケアオンコ－ル ４自然科学 アラン・T.リフォ－  編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

4387 作業療法学概論 ４自然科学 岩崎テル子  編 医学書院 2004年

4388 手・足・腰診療スキルアップ ４自然科学 仲田和正  著 シ－ビ－ア－ル 2004年

4389 リハビリテ－ション機器の工夫とアイデア ４自然科学 田中宏太佳 永井書店 2004年
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4390 作業療法実践の仕組み ４自然科学 矢谷令子 協同医書出版社 2004年

4391 総論 ４自然科学 木川和彦  責任編集 診断と治療社 2004年

4392 正しい診療録の書き方 ４自然科学 阿部好文 朝倉書店 2004年

4393 道具と治療 ４自然科学 塚本芳久 協同医書出版社 2004年

4394 臨床研修必携CPCレポ－ト作成マニュアル ４自然科学 田村浩一  編 南江堂 2004年

4395 臨床に役立つ解剖学・生理学提要 ４自然科学 岡田昌義  著 医学図書出版 2004年

4396 How to makeクリニカル・エビデンス ４自然科学 浦島充佳  著 医学書院 2004年

4397 医療安全の経済分析 ４自然科学 安川文朗  著 勁草書房 2004年

4398 医療安全用語事典 ４自然科学 濃沼信夫  企画・編集 エルゼビア・ジャパン 2004年

4399 エビデンスに基づくプライマリケアの実践テキスト ４自然科学 レオ－ヌ・リッズデ－ル  編 じほう 2004年

4400 腎臓のはたらき ４自然科学 今井正  著 東京医学社 2004年

4401 イラスト栄養生化学実験 ４自然科学 相原英孝  [ほか]著 東京教学社 2004年

4402 栄養指導・教育論 ４自然科学 五十嵐桂葉  編集代表 中央法規出版 2004年

4403 カラ－アトラス基礎組織病理学  第4版 ４自然科学 A.スティ－ヴンス 西村書店 2004年

4404 看護と法律 ４自然科学 小海正勝  著 南山堂 2004年

4405 好きになる病理学 ４自然科学 早川欽哉  著 講談社 2004年

4406 日英対訳で学ぶ米国の臨床医学 ４自然科学 アンドリュ－・W.シメル 南山堂 2004年

4407 日英対訳で学ぶ米国の臨床医学 ４自然科学 アンドリュ－・W.シメル 南山堂 2004年

4408 病態病理学  改訂17版 ４自然科学 吉木敬 南山堂 2004年

4409 プライマリ・ケア実践ハンドブック ４自然科学 日本プライマリ・ケア学会  編 エルゼビア・ジャパン 2004年

4410 リハビリテ－ションの思想  第2版増補版 ４自然科学 上田敏  著 医学書院 2004年

4411 臨床研修イラストレイテッド  改訂第3版 ４自然科学 奈良信雄  編 羊土社 2004年

4412 臨床研修イラストレイテッド  改訂第3版 ４自然科学 奈良信雄  編 羊土社 2004年

4413 臨床研修イラストレイテッド  改訂第3版 ４自然科学 奈良信雄  編 羊土社 2004年

4414 臨床研修の現在 ４自然科学 市村公一  著 医学書院 2004年

4415 臨床医・初期研修医のための病理検査室利用ガイド ４自然科学 笹野公伸 文光堂 2004年

4416 臨床力ベ－シック ４自然科学 黒田俊也  著 シ－ビ－ア－ル 2004年

4417 ル－ビンカラ－基本病理学 ４自然科学 エマニュエル・ル－ビン  編 西村書店 2004年

4418 Text形成外科学  第2版 ４自然科学 森口隆彦 南山堂 2004年

4419 あだちかよこの検査値に基づいた栄養指導－症例集 ４自然科学 足立香代子  著 チ－ム医療 2004年

4420 アプライド・キネシオロジ－入門 ４自然科学 Robert Frost  著 医道の日本社 2004年

4421 医療と裁判 ４自然科学 石川寛俊  著 岩波書店 2004年

4422 運動学実習  第3版 ４自然科学 中村隆一 医歯薬出版 2004年
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4423 エンドオブライフ・ケア ４自然科学 K.K.キュ－ブラ 医学書院 2004年

4424 基本臨床技能修得マニュアル  第2版 ４自然科学 千田勝一 医歯薬出版 2004年

4425 作業療法の世界  第2版 ４自然科学 鎌倉矩子 三輪書店 2004年

4426 小児のリハビリテ－ション ４自然科学 千野直一 金原出版 2004年

4427 診療所マニュアル  第2版 ４自然科学 地域医療振興協会  編 医学書院 2004年

4428 事例・判例から学ぶ歯科の法律 ４自然科学 小室歳信  著 医歯薬出版 2004年

4429 手の外科診療ハンドブック ４自然科学 茨木邦夫 南江堂 2004年

4430 透視人体解剖図  新訂版 ４自然科学 新井正治  編 金原出版 2004年

4431 骨単 ４自然科学 原島広至  文・イラスト エヌ・ティ－・エス 2004年

4432 ム－ア臨床解剖学  第2版 ４自然科学 キ－ス・L.ム－ア
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2004年

4433 PT・OT基礎から学ぶ病理学ノ－ト ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2004年

4434 新しいリハビリテ－ション ４自然科学 大川弥生  著 講談社 2004年

4435 アトラスとテキスト人体の解剖 ４自然科学 J.A.Gosling  [ほか]著 南江堂 2004年

4436 アミノ酸の科学 ４自然科学 櫻庭雅文  著 講談社 2004年

4437 医療現場の会話分析 ４自然科学 D.メイナ－ド  著 勁草書房 2004年

4438 患者側弁護士のための実践医療過誤訴訟 ４自然科学 加藤良夫 日本評論社 2004年

4439 病理学概論  第2版 ４自然科学 東洋療法学校協会  編 医歯薬出版 2004年

4440 プライマリ・ケア医の一日 ４自然科学 日本プライマリ・ケア学会  編 南山堂 2004年

4441 画像でみる人体解剖アトラス ４自然科学 ジェイミ－・ワイヤ－ エルゼビア・ジャパン 2004年

4442 これからのリハビリテ－ションのあり方 ４自然科学
日本リハビリテ－ション病院・施設協会  
編

青海社 2004年

4443 シンプル解剖生理学 ４自然科学 河田光博 南江堂 2004年

4444 診療情報の法的保護の研究 ４自然科学 増成直美  著 成文堂 2004年

4445 図解整形外科理学診断ガイド  第2版 ４自然科学 露口雄一 文光堂 2004年

4446 ニュ－エクササイズウォ－キング ４自然科学 岡本勉 歩行開発研究所 2004年

4447 臨床研修実践マニュアル ４自然科学 奈良信雄  編 南江堂 2004年

4448 基礎運動学  第6版 ４自然科学 中村隆一 医歯薬出版 2003年

4449 疾病の成り立ちと回復の促進 ４自然科学 下正宗  [ほか]編集 医学書院 2003年

4450 リアル・エビデンス ４自然科学 Marshall Godwin エルゼビア・ジャパン 2003年

4451 ICUマニュアル  第3版 ４自然科学 リチャ－ド・S.ア－ウィン
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

4452 アミノ酸セミナ－ ４自然科学 日本必須アミノ酸協会  編 工業調査会 2003年

4453 スカット・モンキ－ハンドブック ４自然科学 レオナ－ド・G.ゴメラ
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

4454 必修化対応臨床研修マニュアル ４自然科学 白浜雅司  [ほか]編 羊土社 2003年

4455 より安全な医療を求めて ４自然科学 米国医療研究品質局  編 メヂカルフレンド社 2003年

135



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

4456 FITプログラム ４自然科学 才藤栄一 医学書院 2003年

4457 カラ－スケッチ解剖学  第3版 ４自然科学 Wynn Kapit 廣川書店 2003年

4458 教育動作法 ４自然科学 成瀬悟策  編 学苑社 2003年

4459 組みひも・作業療法への適用法 ４自然科学 遠藤てる  編著 協同医書出版社 2003年

4460 包帯固定学 ４自然科学
全国柔道整復学校協会・教科書委員会 
 編

南江堂 2003年

4461 筋力をデザインする ４自然科学 吉岡利忠 杏林書院 2003年

4462 コア病理学 ４自然科学 Arthur S.Schneider 丸善 2003年

4463 新生理学  第4版 ４自然科学 小幡邦彦  [ほか]著 文光堂 2003年

4464 実践医療リスクマネジメント ４自然科学 梁井皎 じほう 2003年

4465 ウィリアムズ血液学マニュアル ４自然科学 マ－シャル・A.リクトマン  [ほか]編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

4466 ストレス・高齢社会の現代病のカルテ ４自然科学 飯島裕一  編著 岩波書店 2003年

4467 ｢排泄学｣ことはじめ ４自然科学 排泄を考える会  著 医学書院 2003年

4468 栄養ケア・マネジメントのリ－ダ－になるために ４自然科学
日本健康・栄養システム学会栄養ケア・
マネジメント研修技能研究分科会  編

厚生科学研究所 2003年

4469 デクステリティ巧みさとその発達 ４自然科学 ニコライ A.ベルンシュタイン  著 金子書房 2003年

4470 ナラティブ・ベイスト・メディスンの実践 ４自然科学 斎藤清二 金剛出版 2003年

4471 健康・治療動作法 ４自然科学 成瀬悟策  編 学苑社 2003年

4472 実例からみる卒後臨床研修 ４自然科学 大西弘高  編著 篠原出版新社 2003年

4473 ノ－マライゼ－ション実践学 ４自然科学 大丸幸 青海社 2003年

4474 リハビリテ－ション科臨床マニュアル ４自然科学 猪飼哲夫  [ほか]編 医歯薬出版 2003年

4475 レジデント初期研修マニュアル  第3版 ４自然科学 小泉俊三  [ほか]編 医学書院 2003年

4476 痛みの治療現場から ４自然科学
JB日本接骨師会接骨医療臨床研修所  
編

日本医学出版 2003年

4477 運動の生理学 ４自然科学 神野耕太郎  著 南山堂 2003年

4478 栄養学総論  改訂第3版 ４自然科学 糸川嘉則 南江堂 2003年

4479 カラ－基本生理学 ４自然科学 R.M.バ－ン 西村書店 2003年

4480 外科学用語集 ４自然科学 日本外科学会医学用語委員会  編 金原出版 2003年

4481 作業－その治療的応用  改訂第2版 ４自然科学 日本作業療法士協会  編 協同医書出版社 2003年

4482 『人体実験』と患者の人格権 ４自然科学 仲正昌樹 御茶の水書房 2003年

4483 脊椎疾患  改訂第2版 ４自然科学 伊藤達雄  編 日本医事新報社 2003年

4484 リハビリテ－ション医学  改訂第2版 ４自然科学 三上真弘  編 南江堂 2003年

4485 臨床研修ル－ルブック ４自然科学 岡田定  編 三輪書店 2003年

4486 臨床医のためのデジカメ活用マニュアル ４自然科学 中村健一  著 中山書店 2003年

4487 基本的臨床技能ヴィジュアルノ－ト ４自然科学 松岡健  編 医学書院 2003年

4488 新・図解日常診療手技ガイド  縮刷版 ４自然科学 和田攻  [ほか]編 文光堂 2003年
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4489 重症患者管理シ－クレット ４自然科学 ポリ－・E.パ－ソンズ
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

4490 リハビリテ－ション診療必携  第3版 ４自然科学 渡辺英夫  編著 医歯薬出版 2003年

4491 運動学  第2版 ４自然科学 齋藤宏  著 医歯薬出版 2003年

4492 からだの働きからみる代謝の栄養学 ４自然科学 田川邦夫  著 タカラバイオ 2003年

4493 看護に生かす病理学 ４自然科学 下正宗  著 桐書房 2003年

4494 疾患別病態生理ディクショナリ－  改訂3版 ４自然科学 岩崎誠  [ほか]著 メディカ出版 2003年

4495 病理学概論  第2版 ４自然科学 関根一郎  著 医歯薬出版 2003年

4496 カラ－図解症状の基礎からわかる病態生理 ４自然科学 Stefan Silbernagl
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2003年

4497 癒しのタ－ミナルケア ４自然科学 柏木哲夫  著 最新医学社 2002年

4498 実例で示す外来診療録の書き方のコツ ４自然科学 田村康二  著 永井書店 2002年

4499 人体病理学 ４自然科学 Alan Stevens 南江堂 2002年

4500 図解知っておきたい病態生理 ４自然科学 西崎統  著 医学書院 2002年

4501 福祉と医療の法律学！  新版 ４自然科学 梶原洋生  著 インデックス出版 2002年

4502 リハビリテ－ション心理学入門 ４自然科学 南雲直二  著 荘道社 2002年

4503 運動療法・物理療法・作業療法 ４自然科学 千野直一 金原出版 2002年

4504 実例に学ぶ医療事故  第2版 ４自然科学 押田茂實 医学書院 2002年

4505 歩き始めと歩行の分析 ４自然科学 江原義弘 医歯薬出版 2002年

4506 知っておきたい病気100 ４自然科学 日本薬学会  編 東京化学同人 2002年

4507 薬学領域における臨床医学 ４自然科学 篠原力雄 廣川書店 2002年

4508 栄養士のためのカウンセリング論 ４自然科学 石井均  編著 建帛社 2002年

4509 外国人患者診療・看護ガイド ４自然科学 小林米幸  著
エルゼビア・サイエンスミ
クス

2002年

4510 PT・OT基礎から学ぶ運動学ノ－ト ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2002年

4511 食事管理の栄養学 ４自然科学 井川正治 西村書店 2002年

4512 スキルアップのための医療コミュニケ－ション ４自然科学 保坂隆 南山堂 2002年

4513 アンチオキシダント ミラクル ４自然科学 L.パッカ－ 講談社 2002年

4514 食べることの障害とアプロ－チ ４自然科学 山根寛 三輪書店 2002年

4515 病気と分子細胞生物学 ４自然科学 森道夫  編
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2002年

4516 臨床運動学  第3版 ４自然科学 中村隆一  編著 医歯薬出版 2002年

4517 身体運動のバイオメカニクス ４自然科学 石田明允  [ほか]共著 コロナ社 2002年

4518 脳と身体の動的デザイン ４自然科学 多賀厳太郎  著 金子書房 2002年

4519 立ち上がり動作の分析 ４自然科学 江原義弘 医歯薬出版 2001年

4520 高所 ４自然科学 宮村実晴  編著 ナップ 2000年

4521 柔道整復学 ４自然科学
全国柔道整復学校協会・教科書委員会 
 編

南江堂 2000年

137



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

4522 運動生理学 ４自然科学 岸恭一 講談社 1999年

4523 足の裏からみた体 ４自然科学 野田雄二  著 講談社 1998年

4524 ヒトのかたちと運動 ４自然科学 服部恒明  著 大修館書店 1996年

4525 PT・OT学生のための運動学実習 ４自然科学 鎌倉矩子 三輪書店 1994年

4526 日本の看護職教育 ４自然科学 山田里津  著 文藝春秋企画出版部 2010年

4527 医療六法  平成22年版 ４自然科学 医療六法編集委員会  編 中央法規出版 2010年

4528 循環器疾患のリハビリテーション ４自然科学 黒川幸雄 三輪書店 2008年

4529 ＨＡＮＤＢＯＯＫ ｏｆ  Ｎｏｒｍａｔｉｖｅ Ｄａｔａ  ｆｏｒ  Ｎｅｕｒｏｐｓｙｃｈｏｌｏｇｉｃａｌ  Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ ４自然科学 Ｍａｕｒａ  Ｍｉｔｒｕｓｈｉｎａ  Ｋｙｌｅ  Ｂ ＯＸＦＯＲＤ大学出版局 2005年

4530 PT臨床問題  テク・ナビ・ガイド ４自然科学 櫛 英彦  監修 メジカルビュー社 2011年

4531 理学療法士・作業療法士ブルー・ノート 基礎編 ４自然科学 柳澤健 著 メジカルビュー社 2011年

4532 理学療法士イエローノート ： 専門編 ４自然科学 柳澤 健  著 メジカルビュー社 2011年

4533 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4534 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4535 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4536 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4537 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4538 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4539 診療点数早見表 ４自然科学 医学通信社  編 医学通信社 2006年

4540 理学療法士・作業療法士グリーン・ノート ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2011年

4541 理学療法士グリーン・ノート   専門編 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2011年

4542 神経診察クローズアップ ４自然科学 鈴木則宏  編 メジカルビュー社 2011年

4543 リハビリテーションにおける評価法ハンドブック ４自然科学 赤居正美  編著 医歯薬出版 2010年

4544 ボディセラピーのためのトートラ標準解剖生理学 ４自然科学 伊藤正裕 丸善出版 2011年

4545 医療六法  平成23年版 ４自然科学 医療六法編集委員会  編 中央法規出版 2011年

4546 PT・OT 基礎から学ぶ解剖学ノート ４自然科学 中島 雅美 編 医歯薬出版株式会社 2005年

4547 PT・OT 基礎から学ぶ運動学ノート 第2版 ４自然科学 中島 雅美 編 医歯薬出版株式会社 2002年

4548 視覚性認知の神経心理学 ４自然科学 鈴木匡子  著 医学書院 2010年

4549 レビー小体型認知症の臨床 ４自然科学 小阪憲司 医学書院 2010年

4550 失われた空間 ４自然科学 石合純夫  編 医学書院 2009年

4551 失われた空間 ４自然科学 石合純夫  編 医学書院 2009年

4552 失われた空間 ４自然科学 石合純夫  編 医学書院 2009年

4553 認知症の「みかた」 ４自然科学 三村 将 医学書院 2009年

4554 街を歩く神経心理学 ４自然科学 高橋信佳  著 医学書院 2009年
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4555 ピック病 ４自然科学 松下正明 医学書院 2008年

4556 ピック病 ４自然科学 松下正明 医学書院 2008年

4557 ピック病 ４自然科学 松下正明 医学書院 2008年

4558 失行   （ＤＶＤ付） ４自然科学 河村 満 医学書院 2008年

4559 トーク認知症 ４自然科学 小阪憲司 医学書院 2007年

4560 脳を繙く ４自然科学 マックス・ベネット 医学書院 2010年

4561 ドイツ精神医学の原典を読む ４自然科学 池村義明  著 医学書院 2008年

4562 神経心理学の挑戦 ４自然科学 山鳥  重 医学書院 2000年

4563 神経心理学の挑戦 ４自然科学 山鳥  重 医学書院 2000年

4564 神経心理学の挑戦 ４自然科学 山鳥  重 医学書院 2000年

4565 ＣＤ－ＲＯＭでレッスン ４自然科学 石原 健司  著 医歯薬出版 2010年

4566 言語聴覚士のための基礎知識 臨床神経学・高次脳機能障害学 ４自然科学 岩田  誠 医学書院 2006年

4567 言語聴覚士のための基礎知識 臨床神経学・高次脳機能障害学 ４自然科学 岩田  誠 医学書院 2006年

4568 言語聴覚士のための基礎知識 臨床神経学・高次脳機能障害学 ４自然科学 岩田  誠 医学書院 2006年

4569 図解 神経内科学テキスト ４自然科学 岡本 幸市 編著 中外医学社 2003年

4570 標準理学療法学･作業療法学 専門基礎分野 生理学 ４自然科学 石澤光郎，冨永淳著 医学書院 2003年

4571 絵でわかる言語障害 ４自然科学 毛束真知子 著 学習研究社 2002年

4572 絵でわかる言語障害 ４自然科学 毛束真知子 著 学習研究社 2002年

4573 新編  言語治療マニュアル ４自然科学 伊藤元信 医歯薬出版 2002年

4574 言語聴覚士のための運動障害性構音障害学 ４自然科学 廣瀬 肇 医歯薬出版 2001年

4575 言語聴覚士のための運動障害性構音障害学 ４自然科学 廣瀬 肇 医歯薬出版 2001年

4576 言語聴覚士のための臨床歯科医学・口腔外科学 ４自然科学 道 健一 編 医歯薬出版 2000年

4577 ICD－10「精神・行動の障害｣マニュアル ４自然科学 中根允文 医学書院 1994年

4578 改訂  失語症 ４自然科学 石川裕治 編著 建帛社 2011年

4579 失語症 ４自然科学 石川裕治 編著 建帛社 2011年

4580 音声障害 ４自然科学 苅安 誠 編著 建帛社 2007年

4581 言語聴覚障害総論 ４自然科学 倉内紀子 編著 建帛社 2001年

4582 言語聴覚障害学概論 ４自然科学 シリーズ監修   藤田郁代 医学書院 2010年

4583 言語発達障害学 ４自然科学 シリーズ監修   藤田郁代 医学書院 2010年

4584 発声発語障害学 ４自然科学 シリーズ監修   藤田郁代 医学書院 2010年

4585 DSM-4-TR精神疾患の分類と診断の手引　新訂版 ４自然科学 American Psychiatric Association [著] 医学書院 2004年

4586 4Ｓｔｅｐｓエクセル統計 ４自然科学 柳井 久江  著 オーエムエス出版 2004年

4587 病理学 ４自然科学 高橋  徹     著 金原出版 2004年
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4588 標準形成外科学 ４自然科学 鬼塚卓彌  監修 医学書院 2000年

4589 国試の達人  理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2011年

4590 国試の達人 ： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2011年

4591 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2011年

4592 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2011年

4593 言語聴覚士テキスト ４自然科学 廣瀬 肇  監修 医歯薬出版 2011年

4594 失語症学 ４自然科学 シリーズ監修   藤田郁代 医学書院 2009年

4595 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4596 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4597 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4598 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4599 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4600 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4601 理学療法リスク管理マニュアル ４自然科学
聖マリアンナ医科大学リハビリテーショ
ン部  著

三輪書店 2011年

4602 生命だけは平等だ ４自然科学 徳田虎雄の出版を支援する会  編 光文社 1982年

4603 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4604 理学療法専門分野 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2011年

4605 失行   （ ＤＶＤ付） ４自然科学 河村 満 医学書院 2008年

4606 ICF 国際生活機能分類 ４自然科学
世界保健機関（WHO) 障害者福祉研究
会 編

中央法規出版 2008年

4607 運動療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2010年

4608 理学療法評価学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2010年

4609 中枢神経系理学療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2010年

4610 整形外科系理学療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2009年

4611 物理療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2009年

4612 内部障害系理学療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2010年

4613 臨床評価指標入門 ４自然科学 内山  靖 協同医書出版社 2010年

4614 臨床評価指標入門 ４自然科学 内山  靖 協同医書出版社 2010年

4615 地域理学療法学 ４自然科学 柳澤  健  編 メジカルビュー社 2009年

4616 臨床動作分析マニュアル ４自然科学 黒川幸雄「ほか」  編 文光堂 2010年

4617 臨床動作分析マニュアル ４自然科学 黒川幸雄 「ほか」編 文光堂 2010年

4618 レザック神経心理学的検査集成 ４自然科学 Ｍｕｒｉｅｌ Ｄｅｕｔｓｃｈ Ｌｅｚａｋ  著
社会福祉法人新樹会  創
造出版

2011年

4619 地域理学療法学 ４自然科学 シリーズ監修：奈良勲 医学書院 2012年

4620 運動学 ４自然科学 奈良 勲 シリーズ監修 医学書院 2012年
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4621 高次脳機能障害Ｑ＆Ａ  基礎編 ４自然科学 河村  満  編著 新興医学出版社 2011年

4622 高次脳機能障害Ｑ＆Ａ  症候編 ４自然科学 河村  満  編著 新興医学出版社 2011年

4623 理学療法白書 ４自然科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 2011年

4624 医療六法 平成24年版 ４自然科学 中央法規出版 2012年

4625 失語症学 ４自然科学 シリーズ監修   藤田郁代 医学書院 2009年

4626 リハビリテ－ション医学テキスト  改訂第3版 ４自然科学 三上真弘 南江堂 2012年

4627 アトラス解剖学 ４自然科学 E.リューティエン－ドレコール 西村書店 2011年

4628 標準整形外科学 ４自然科学 中村利孝 医学書院 2011年

4629 ベッドサイドの神経の診かた ４自然科学 田崎義昭 南山堂 2012年

4630 義肢装具学 ４自然科学 川村次郎 医学書院 2009年

4631 カラー図解 人体の正常構造と機能 ４自然科学 坂井建雄 日本医事新報社 2012年

4632 整形外科学 ４自然科学 松下  隆  著 南江堂 2007年

4633 一般臨床医学 ４自然科学 奈良信雄  著 医歯薬出版 1999年

4634 リハビリテーション医学 ４自然科学 三上真弘  編 南江堂 2010年

4635 外科学概論 ４自然科学 炭山嘉伸 著 南江堂 2012年

4636 人体の構造と機能 ４自然科学 佐藤昭夫 医歯薬出版 2012年

4637 最新カラーリングブック 筋骨格系の解剖学 ４自然科学 ジョセフ・E・マスコリーノ    著 ガイアブックス 2011年

4638 物理療法 ４自然科学 千住秀明  監修 九州神陵文庫 2009年

4639 ポケット版  急性期リハビリテーションマニュアル ４自然科学
聖マリアンナ医科大学病院リハビリテー
ション部  編

三輪書店 2007年

4640 もっと！らくらく  動作介助マニュアル  （DVD附） ４自然科学 中村恵子  監修 医学書院 2005年

4641 よい聞こえのために ４自然科学 クラウス・エルバリング 海文堂出版 2008年

4642 イラストでわかるPT・OT・STのための神経内科学 ４自然科学 安徳恭演  著 メディカ出版 2010年

4643 聴覚障害 ４自然科学 相楽多恵子 学苑社 2004年

4644 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2012年

4645 国試の達人 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2012年

4646 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2012年

4647 図録 日本医事文化史料集成 ４自然科学
日本医史学会編       株式会社文彩社
編集

三一書房 1979年

4648 図録 日本医事文化史料集成 ４自然科学
日本医史学会編       株式会社文彩社
編集

三一書房 1978年

4649 図録 日本医事文化史料集成 ４自然科学
日本医史学会編       株式会社文彩社
編集

三一書房 1978年

4650 図録 日本医事文化史料集成 ４自然科学
日本医史学会編       株式会社文彩社
編集

三一書房 1978年

4651 図録 日本医事文化史料集成 ４自然科学
日本医史学会編       株式会社文彩社
編集

三一書房 1977年

4652 病家須知  翻刻訳注篇  下 ４自然科学 平野茂誠  原著 農山漁村文化協会 2006年

4653 病家須知  研究資料編 ４自然科学 看護史研究会  編 農山漁村文化協会 2006年
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4654 病家須知  翻刻訳注篇  上 ４自然科学 平野茂誠  原著 農山漁村文化協会 2006年

4655 OX問題でマスター解剖生理 ４自然科学 石橋治雄 編著 医歯薬出版 2008年

4656 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2012年

4657 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2012年

4658 運動療法のための機能解剖学的触診技術 上肢 ４自然科学 林典雄 著 メジカルビュー社 2011年

4659 臨床理学療法評価法    臨床で即役に立つ理学療法評価法のすべて ４自然科学 鈴木俊明  監修 アイペック 2003年

4660 臨床理学療法評価法    臨床で即役に立つ理学療法評価法のすべて ４自然科学 鈴木俊明  監修 アイペック 2003年

4661 クリ二カルマッサージ  DVD付 ４自然科学 James H．Clay 著 医道の日本社 2012年

4662 運動療法のための機能解剖学的触診技術 ４自然科学 林典雄  著 メジカルビュ－社 2012年

4663 ディサースリアの基礎と臨床   第1巻  理論編 ４自然科学 西尾正輝 著 インテルナ出版 2006年

4664 オーチスのキネシオロジー ４自然科学 キャロル・Ａ.オーチス   著 ラウンドフラット 2012年

4665 よくわかる理学療法評価・診断のしかた ４自然科学 嶋田 智明  編 文光堂 2012年

4666 整形外科理学療法の理論と技術 ４自然科学 山嵜 勉  編 メジカルビュー社 1997年

4667 認知症医療学 ４自然科学 目黒謙一  著 新興医学出版社 2011年

4668 認知症疾患治療ガイドライン2010 ４自然科学 日本神経学会  監修 医学書院 2010年

4669 ケンダルKENDALL  筋：機能とテスト ４自然科学 ケンダル・マクレアリー・プロパンス  著 西村書店 2006年

4670 誤嚥性肺炎 ４自然科学 藤谷順子 医歯薬出版 2011年

4671 カラー版 カパンジー機能解剖学  Ⅲ脊髄・体幹・頭部  第2版 ４自然科学 A.I.KAPANDJI  著 医歯薬出版 2008年

4672 基礎PT学 : 理学療法の基礎・理学療法評価学・理学療法治療学(基本介入手段) ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2012年

4673
障害別PT治療学 ： 領域別理学療法治療学(骨関節系障害領域・中枢神経系傷害領
域・神経筋系障害領域・運動発達障害領域・内部障害領域)

４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2012年

4674 実習の達人  学生篇 ４自然科学 理学療法科学学会監修 アイペック 2009年

4675 実習の達人  学生篇 ４自然科学 理学療法科学学会監修 アイペック 2009年

4676 小児科学 ４自然科学 シリーズ監修：奈良  勲 医学書院 2013年

4677 日本人のためのリハビリ医療 ４自然科学 三島博信 エイムコーポレイション 2011年

4678 リハビリテーション医学の世界 ４自然科学 上田  敏 三輪書店 1992年

4679 人体の構造と機能 ４自然科学 佐藤昭夫 医歯薬出版 2012年

4680 人体の構造と機能 ４自然科学 佐藤昭夫 医歯薬出版 2012年

4681 街を歩く神経心理学 ４自然科学 高橋信佳  著 医学書院 2009年

4682 街を歩く神経心理学 ４自然科学 高橋信佳  著 医学書院 2009年

4683 膝の外科 ４自然科学 越智隆弘 金原出版 1999年

4684 病気がみえる Vol.8  腎・泌尿器 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2012年

4685 病気がみえる Vol.6  免疫・膠原病・感染症 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2012年

4686 病気がみえる Vol.6  免疫・膠原病・感染症 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2012年
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4687 病気がみえる Vol.5   血液 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2012年

4688 病気がみえる Vol.5   血液 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 MEDIC MEDIA 2012年

4689 運動療法ガイド ４自然科学 武藤芳照  監修 日本医事新報社 2012年

4690 臨床実践   動きのとらえかた ４自然科学 山岸茂則  著 文光堂 2012年

4691 多関節運動学入門 ４自然科学 山下謙智    編著 ナップ 2012年

4692 日常生活活動の分析 ４自然科学 藤澤 宏幸  編 医歯薬出版 2012年

4693 画像解剖  トレーニングノート ４自然科学 安藤英次 オーム社 2010年

4694 看護・介護を助ける姿勢と動作 ４自然科学 小川鑛一   著 東京電気大學出版局 2010年

4695 脳と運動 ４自然科学 丹治  順  著 共立出版 2009年

4696 脳の中の身体地図 ４自然科学 サンドラ・ブレイクスリー インターシフト 2009年

4697 筋機能改善の理学療法とそのメカニズム ４自然科学 望月  久 ナップ 2007年

4698 痛みの臨床に役立つ手技療法  ASTR ４自然科学 松本不二生  著 医道の日本社 2007年

4699 リハビリテーションのための認知神経科学入門 ４自然科学 森岡   周  著 協同医書出版社 2006年

4700 臨床動作分析 ４自然科学 奈良 勲 シリーズ監修 医学書院 2001年

4701 筋・骨格系の機能解剖アトラス ４自然科学 石川 斉  著 文光堂 2008年

4702 姿勢と動作 ４自然科学 齋藤宏 [ほか]著 メヂカルフレンド社 2012年

4703 高齢者の生活機能の総合的評価 ４自然科学 鳥羽研二  編著 新興医学出版社 2010年

4704 新ことばの科学入門 ４自然科学 Lawrence J.Raphael 医学書院 2008年

4705 認知症医療学 ４自然科学 目黒謙一  著 新興医学出版社 2011年

4706 認知症疾患治療ガイドライン2010 ４自然科学 日本神経学会  監修 医学書院 2010年

4707 医療・看護のためのやさしい統計学  基礎編 ４自然科学 山田  覚 東京図書 2002年

4708 よくわかる医療・看護のための統計入門 ４自然科学 石井貞夫 東京図書 2009年

4709 よくわかる統計学   看護医療データ集 ４自然科学 宮武佳子 東京図書 2008年

4710 入門はじめての統計解析 ４自然科学 石村貞夫   著 東京図書 2006年

4711 失語症訓練の考え方と実際 ４自然科学 鈴木  勉  編著 三輪書店 2010年

4712 マンガ家が描いた失語症体験記 ４自然科学 福元のぼる 医歯薬出版 2010年

4713 臨床家のための認知症スクリーニング ４自然科学 ケネス・I.シャルマン  著 新興医学出版社 2006年

4714 ディサースリアの基礎と臨床   第1巻  理論編 ４自然科学 西尾正輝 著 インテルナ出版 2006年

4715 リハビリテーションのための脳・神経科学入門 ４自然科学 盛岡   周  著 協同医書出版 2005年

4716 認知症 ４自然科学 辻  省次  総編集 中山書店 2012年

4717 ヒトの動きの神経科学 ４自然科学 チャールズ・T.レオナ-ド  著 市村出版 2002年

4718 最新運動療法大全   DVD付  ペーパーバック普及版 ４自然科学 キャロリン・キスナー  著 ガイアブックス 2012年

4719 最新運動療法大全   DVD付  ペーパーバック普及版 ４自然科学 キャロリン・キスナー  著 ガイアブックス 2012年
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4720 小児から高齢者までの姿勢保持 ４自然科学
日本リハビリテーション工学協会 SIG姿
勢保持

医学書院 2012年

4721 姿勢調節障害の理学療法 ４自然科学 奈良  勲 医歯薬出版 2012年

4722 高次脳機能障害のリハビリテーション ４自然科学 本田哲三   編 医学書院 2010年

4723 標準理学療法学  神経理学療法学 ４自然科学 シリーズ監修   奈良勲 医学書院 2013年

4724 物理療法学 ４自然科学 シリーズ監修  奈良勲 医学書院 2013年

4725 医療六法 平成25年版 ４自然科学 中央法規出版 2013年

4726 医学概論 ４自然科学 北村 諭 著 中外医学社 2013年

4727 骨格筋の形と触察法 ４自然科学 河上敬介 大峰閣 2013年

4728 骨格筋の形と触察法 ４自然科学 河上敬介 大峰閣 2013年

4729 新耳鼻咽頭科学 ４自然科学 野村恭也 監修 南山堂 2013年

4730 運動学 ４自然科学 齋藤宏  著 医歯薬出版 2013年

4731 理学療法評価学 ４自然科学 松澤  正 金原出版 2012年

4732 循環器理学療法の理論と技術 ４自然科学 増田   卓 メジカルビュー社 2009年

4733 関係法規  改訂第2版 ４自然科学 前田和彦  編著 医歯薬出版 2009年

4734 言語聴覚士のための基礎知識 臨床神経学・高次脳機能障害学 ４自然科学 岩田  誠  編 医学書院 2006年

4735 改訂版  受験ポイントマスター   柔道整復編 ４自然科学 執筆小委員会編著 医道の日本社 2005年

4736
新版 受験ポイントマスター  共通科目編  柔道整復・あん摩･マッサージ・指圧・はり・
きゅう

４自然科学 執筆小委員会   著 医道の日本社 2003年

4737 柔道整復学  構築プロゼクト報告集 ４自然科学
日本柔道整復師会柔道整復学推進本
部  編

柔道整復学推進本部 2008年

4738 プロテオグリカン  驚異の糖鎖栄養素 ４自然科学 高柳芳記  著 文芸社 2009年

4739 JUDO SEIFUKU THERAPY THEORY BOOK ４自然科学 Kouji  Sakurai  著 2003年

4740 からだの見方 ４自然科学 養老孟司  著 筑摩書房 1994年

4741 脳の見方 ４自然科学 養老孟司  著 筑摩書房 1993年

4742 心臓のはなし ４自然科学 岡本直正  著 培風館 1986年

4743 脳の話 ４自然科学 時実利彦  著 岩波書店 1962年

4744 国試の達人 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2013年

4745 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2013年

4746 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2013年

4747 基礎PT学 : 理学療法の基礎・理学療法評価学・理学療法治療学(基本介入手段) ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2013年

4748
障害別PT治療学 : 領域別理学療法治療学(骨関節系障害領域・中枢神経系障害領
域・神経筋系障害領域・運動発達障害領域・内部障害領域)

４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2013年

4749 いまを生きる  言語聴覚士と当事者の記録 ４自然科学 東京都言語聴覚士会  編 三輪書店 2013年

4750 いまを生きる  言語聴覚士と当事者の記録 ４自然科学 東京都言語聴覚士会  編 三輪書店 2013年

4751 いまを生きる  言語聴覚士と当事者の記録 ４自然科学 東京都言語聴覚士会  編 三輪書店 2013年

4752 いまを生きる  言語聴覚士と当事者の記録 ４自然科学 東京都言語聴覚士会  編 三輪書店 2013年
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4753 いまを生きる  言語聴覚士と当事者の記録 ４自然科学 東京都言語聴覚士会  編 三輪書店 2013年

4754 なぜ体温３７度が健康にいいのか ４自然科学 鐘  良辰 泉書房 2013年

4755 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2013年

4756 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2013年

4757 標準理学療法学･作業療法学 専門基礎分野 生理学 第4版 ４自然科学 岡田隆夫 医学書院 2013年

4758 イラストでわかる小児理学療法 ４自然科学 上杉雅之  監修 医歯薬出版 2013年

4759 決められない患者たち ４自然科学
ジェロームグループマン・パメラハーツ
バンド  著

医学書院 2013年

4760 新ALSケアブック   第二版  筋萎縮性側索硬化症療養の手引き ４自然科学 日本ALS協会  編 川島書店 2013年

4761 腎臓リハビリテーション ４自然科学 上月正博  編著 医歯薬出版 2012年

4762 リハビリテーション効果を最大限に引き出すコツ ４自然科学 山崎裕司 三輪書店 2012年

4763 プロメテウス解剖学アトラス   口腔・頭頸部 ４自然科学 Michael Schunke，M.D,ph.D.「ほか」 著 医学書院 2012年

4764 柔道整復外傷学ハンドブック  下肢の骨折・脱臼 ４自然科学 監修：平澤泰介 医道の日本社 2011年

4765 柔道整復外傷学ハンドブック  上肢の骨折・脱臼 ４自然科学 平澤泰介   監修 医道の日本社 2010年

4766 柔道整復外傷学ハンドブック   総論 ４自然科学 平澤泰介   監修 医道の日本社 2010年

4767 プロメテウス解剖学アトラス  頭部/神経解剖 ４自然科学 ミハエル・シュンヶヶ 医学書院 2009年

4768 整理しやすい新生理学 ４自然科学 七戸和博 メディカグローブ 2005年

4769 音楽の神経心理学 ４自然科学 緑川  晶   著 医学書院 2013年

4770 解剖トレーニングノート ４自然科学 竹内修二   著 医学教育出版社 2013年

4771 PT・OT・STのための脳損傷の回復期リハビリテーション ４自然科学 森田秋子  編著 三輪書店 2013年

4772 経腸栄養100の疑問 ４自然科学 監修：大井田尚継 医歯薬出版 2012年

4773 ツボ単 ４自然科学 原島広至  文・イラスト  著 エヌ・ティ－・エス 2011年

4774 理学療法ハンドブック  第1巻  （全4巻セット） ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2010年

4775 理学療法ハンドブック  第2巻  （全4巻セット） ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2010年

4776 理学療法ハンドブック  第3巻  （全4巻セット） ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2010年

4777 理学療法ハンドブック  第４巻  （全4巻セット） ４自然科学 細田多穂 協同医書出版社 2010年

4778 ３D踊る肉単   DISC付 ４自然科学 原島広至  文・イラスト エヌ・ティ－・エス 2009年

4779 臓単 ４自然科学 原島広至  文・イラスト エヌ・ティ－・エス 2005年

4780 肉単 ４自然科学 原島広至  文・イラスト エヌ・ティ－・エス 2004年

4781 すべてがわかるALS（筋萎縮性側索硬化症）運動ニューロン疾患 ４自然科学 相編集：辻省次 中山書店 ー

4782 動作分析    臨床活用講座 ４自然科学 石井慎一郎  編著 メジカルビュー社 2013年

4783 嚥下食ピラミッドによるレベル別市販食品250 ４自然科学 栢下  淳  編著 医歯薬出版 2013年

4784 プロセスモデルで考える摂食・嚥下リハビリテーションの臨床 ４自然科学 才藤栄一  監修 医歯薬出版 2013年

4785 理学療法研究法 ４自然科学 内山靖 医学書院 2013年
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4786 言語聴覚士のための摂食・嚥下障害学 ４自然科学 倉智雅子   編 医歯薬出版 2013年

4787 標準理学療法学・作業療法学 専門基礎分野 神経内科学 ４自然科学 川平和美  著 医学書院 2013年

4788 アウエアネス介助論 ４自然科学 澤口祐二  著 シーニュ 2011年

4789 写真で学ぶ整形外科テスト法 ４自然科学 ジョセフJ.シプリアーノ  著 医道の日本社 2004年

4790 標準理学療法学・作業療法学 専門基礎分野 内科学 ４自然科学 前田眞治 編 医学書院 2014年

4791 動作分析 臨床活用講座 ４自然科学 石井慎一郎 編 メジカルビュー 2013年

4792 肩関節拘縮の評価と運動療法 ４自然科学 林典雄 監修 運動と医学の出版社 2013年

4793 国試によくでるデータ満載 国試の 鉄人 2013 Year Book ４自然科学 テコム柔道整復師センター 編
テコム柔道整復師セン
ター

2012年

4794 国試によくでるデータ満載 国試の 鉄人 2013 Year Book ４自然科学 テコム柔道整復師センター 編
テコム柔道整復師セン
ター

2012年

4795 国試にでる必修・基礎の達人 ４自然科学 テコム柔道整復師センター  編
テコム柔道整復師セン
ター

2012年

4796 国試にでる必修・基礎の達人 ４自然科学 テコム柔道整復師センター 編
テコム柔道整復師セン
ター

2012年

4797 臨床実践 動きのとらえかた ４自然科学 山岸茂則 著 文光堂 2012年

4798 アナトミー・トレイン －徒手運動療法のための筋筋膜経線 ４自然科学 トーマス・W・マイヤース 著 医学書院 2012年

4799 整形外科疾患ビジュアルブック ４自然科学 落合慈之 監修 学研 2012年

4800 筋骨格系理学療法を見直す ４自然科学 対馬栄輝 著 文光堂 2011年

4801 標準理学療法学 専門分野 病態運動学 ４自然科学 星文彦 編 医学書院 2014年

4802 ウイリアムズ症候群ガイドブック ４自然科学 松岡瑠美子, 砂原眞理子, 古谷道子 編 中山書店 2013年

4803 臨床認知症学入門 ４自然科学 博野信次 金芳堂 2007年

4804 医療六法 平成26年版 ４自然科学 中央法規出版 2014年

4805 嚥下食ピラミッドによるレベル別市販食品250 ４自然科学 栢下淳 編 医歯薬出版 2013年

4806 嚥下食ピラミッドによるペースト・ムース食レシピ230 ４自然科学 栢下淳 編 医歯薬出版 2013年

4807 病院・施設のための嚥下食ピラミッドによる咀嚼・嚥下困難者レシピ100 ４自然科学 栢下淳 編 医歯薬出版 2009年

4808 嚥下食ピラミッドによる嚥下食レシピ125 ４自然科学 江頭文江 編 医歯薬出版 2007年

4809 ぜんぶわかる人体解剖図 ４自然科学 坂井建雄 成美堂出版 2014年

4810 新・徒手筋力検査法 ４自然科学 Helen J. Hislop 協同医書出版社 2014年

4811 理学療法テキスト 物理療法学・実習 ４自然科学 石川朗 総編集 中山書店 2014年

4812 標準整形外科学 ４自然科学 松野丈夫 医学書院 2014年

4813 生化学  (系統看護学講座 専門基礎) ４自然科学 三輪一智   著 医学書院 2014年

4814 解剖学 ４自然科学 佐藤達夫 監修 オーム社 2013年

4815 続 運動機能障害症候群のマネジメント ４自然科学 Shirley Sahrmann and Associates 医歯薬出版 2013年

4816 関節可動域制限 ４自然科学 沖田  実  編 三輪書店 2013年

4817 世界一やさしい解剖・生理学 ４自然科学 中田圭裕 著 ぱる出版 2013年

4818 看護技術がみえるvol.2 臨床看護技術 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2013年
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4819 一般臨床医学 ４自然科学 奈良信雄ほか著 医歯薬出版 2013年

4820 カラー図解 神経解剖学講義ノート ４自然科学 寺島俊雄 著 金芳堂 2011年

4821 基礎からわかる病理学 ４自然科学 浅野重之 著 ナツメ社 2011年

4822 片麻痺回復のための運動療法 ４自然科学 川平和美 著 医学書院 2010年

4823 動画で学ぶ脊髄損傷のリハビリテーション ４自然科学 田中宏太佳 医学書院 2010年

4824 脳神経疾患ビジュアルブック ４自然科学 落合慈之   監修 学研メディカル秀潤社 2009年

4825 解剖学 ４自然科学 岸清 医歯薬出版 2008年

4826 脊髄損傷理学療法マニュアル ４自然科学 岩崎洋 著 文光堂 2006年

4827 頸髄損傷のリハビリテーション ４自然科学 二瓶隆一 ほか編著 協同医書出版社 2006年

4828 生理学 改訂第3版 ４自然科学 根来英雄 医歯薬出版 2006年

4829 好きになる免疫学 ４自然科学 萩原清文 著 講談社 2001年

4830 脊髄損傷マニュアル リハビリテーション・マネージメント ４自然科学
神奈川リハビリテーション病院脊髄損傷
マニュアル編集委員会 編

医学書院 1996年

4831 医療機器承認便覧  平成25年版 ４自然科学 薬務公報社 編 薬務公報社 2014年

4832 整形外科的理学療法 ４自然科学 Shankman  Gary A 医歯薬出版 2012年

4833 病理学概論 ４自然科学 関根一郎 著 医歯薬出版 2012年

4834 人体解剖学実習 ４自然科学 大谷修 編 南江堂 2011年

4835 脊髄損傷の治療から社会復帰まで ４自然科学
労働者健康福祉機構 全国脊髄損傷
データベース研究会 編

保健文化社 2010年

4836 耳鼻咽喉科学 ４自然科学 鳥山稔 医学書院 2007年

4837 LIFESAVER Basic English in Medical Situation ４自然科学 井上真紀
マクミランランゲージハウ
ス

2005年

4838 いまを生きる  言語聴覚士と当事者の記録 ４自然科学 東京都言語聴覚士会  編 三輪書店 2013年

4839 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2011年

4840 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2011年

4841 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2011年

4842 失語症学 ４自然科学 シリーズ監修   藤田郁代 医学書院 2009年

4843 マインドフルネスストレス低減法 ４自然科学 J.カバットジン 著 北大路書房 2007年

4844 言語聴覚士のための基礎知識 臨床神経学・高次脳機能障害学 ４自然科学 岩田  誠  編 医学書院 2006年

4845 神経心理学を理解するための10章 ４自然科学 田川皓一  編著 新興医学出版社 2004年

4846 言語聴覚療法臨床マニュアル  改訂第2版 ４自然科学 小寺  富子 監修 協同医書出版社 2004年

4847 日々コウジ中 ４自然科学 柴本  礼 著 主婦の友社 2011年

4848 国試の達人 ：  運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2014年

4849 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2014年

4850 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2014年

4851 国試の達人 ： 臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2014年
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4852 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2014年

4853 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2014年

4854
障害別PT治療学 : 領域別理学療法治療学(骨関節系障害領域・中枢神経系障害領
域・神経筋系障害領域・運動発達障害領域・内部障害領域)

４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2014年

4855 基礎PT学: 理学療法の基礎・理学療法評価学・理学療法治療学(基本介入手段) ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2014年

4856 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2014年

4857 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2014年

4858 ひとりで学べる理学・作業療法士国家試験共通問題と詳解 ４自然科学 理学・作業療法学研究会 編 廣川書店 2014年

4859 ひとりで学べる理学療法士国家試験問題と詳解 ４自然科学 理学療法学研究会 編 廣川書店 2014年

4860 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説2015 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2014年

4861 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説2015 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2014年

4862 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4863 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4864 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4865 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2014年

4866 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2014年

4867 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2014年

4868 言語聴覚療法臨床マニュアル  改訂第3版 ４自然科学 平野  哲雄 ほか編 協同医書出版社 2014年

4869 口腔顎顔面疾患カラーアトラス  改訂版 ４自然科学 道  健一 監修 永末書店 2012年

4870 楽しみながらコミュニケーション力をつける ことばのゲーム集 ４自然科学 地域ST連絡会 編著 エスコアール出版部 2009年

4871 摂食・嚥下リハビリテーション ４自然科学 才藤  栄一 医歯薬出版 2007年

4872 ディサースリア臨床標準テキスト ４自然科学 西尾  正輝 著 医歯薬出版 2007年

4873 言語聴覚士のための臨床歯科医学・口腔外科学 ４自然科学 道  健一 編 医歯薬出版 2000年

4874 パーキンソン病はこうすれば変わる! ４自然科学 高畑 進一 三輪書店 2012年

4875 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4876 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4877 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4878 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

4879 実践！腱引き療法 ４自然科学 小口 昭宣 著 BABジャパン 2014年

4880 脳を学ぶ ４自然科学 森岡  周 著 協同医書出版社 2014年

4881 PT・OT・STのための国際学会はじめの一歩 ４自然科学 一杉  正仁 三輪書店 2014年

4882 非特異的腰痛の運動療法 ４自然科学 荒木  秀明 著 医学書院 2014年

4883 症状から治療点がすぐわかる!トリガーポイントマップ ４自然科学 伊藤  和憲 著 医道の日本社 2013年

4884 極める変形性股関節症の理学療法 ４自然科学 斉藤  秀之 文光堂 2013年
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4885 運動器慢性痛診療の手引き ４自然科学
日本整形外科学会 運動器疼痛対策委
員会

南江堂 2013年

4886 筋と骨格の触診術の基本 ４自然科学 藤縄  理 著 マイナビ 2013年

4887 プロが教える骨と関節のしくみ・はたらきパーフェクト事典 ４自然科学 石井  直方 監修 ナツメ社 2013年

4888 生理学の基本 ４自然科学 中島  雅美 監修 マイナビ 2013年

4889 脳卒中機能評価・予後予測マニュアル ４自然科学 道免  和久 編 医学書院 2013年

4890 プロが教える筋肉のしくみ・はたらきパーフェクト事典 ４自然科学 石井  直方 監修 ナツメ社 2012年

4891 PT・OTのためのこれで安心コミュニケーション実践ガイド ４自然科学 山口  美和 著 医学書院 2012年

4892 アトラス応急処置マニュアル ４自然科学 山本  保博 南江堂 2012年

4893 実践にもとづく骨折・脱臼の保存療法 ４自然科学 竹内  義享 南江堂 2012年

4894 よく出るテーマ50生理学・病理学 ４自然科学 松澤 孝司 医道の日本社 2012年

4895 ステップス・トゥ・フォロー ４自然科学 パトリシア・M・デービス 著 丸善出版 2012年

4896 ライト・イン・ザ・ミドル ４自然科学 パトリシア・M・デービス 丸善出版 2012年

4897 よく出るテーマ50解剖学 ４自然科学 戸村 多郎 著 医道の日本社 2011年

4898 生理学マスター ４自然科学 影山  照雄 著 医道の日本社 2011年

4899 解剖学マスター ４自然科学 影山  照雄 著 医道の日本社 2010年

4900 変形性股関節症テキスト ４自然科学 安藤  謙一 著 南江堂 2010年

4901 なるほど!失語症の評価と治療 ４自然科学 小嶋  知幸 編著 金原出版 2010年

4902 みえる人体 ４自然科学 Parker  Steve 南江堂 2009年

4903 クリニカルマッサージ  改訂版 ４自然科学 Clay  James H 医道の日本社 2009年

4904 リハビリテーションの基礎英語 ４自然科学 清水  雅子 著 メジカルビュー社 2009年

4905 臨床実地問題から学ぶ柔道整復理論 ４自然科学 勝見 泰和  監修 医道の日本社 2005年

4906 ケガをしたときのスポーツ医へのかかり方 ４自然科学 日本整形外科学会 編 ブックハウス・エイチディ 2005年

4907 スピーチ・リハビリテーション ４自然科学 西尾  正輝  編著 インテルナ出版 2005年

4908 開業鍼灸師のための診察法と治療法 ４自然科学 出端  昭男 著 医道の日本社 1985年

4909 開業鍼灸師のための診察法と治療法 ４自然科学 出端  昭男 著 医道の日本社 1985年

4910 標準理学療法学・作業療法学 専門基礎分野 老年学 第4版 ４自然科学 大内尉義  編 医学書院 2014年

4911 図解 言語聴覚療法技術ガイド ４自然科学 深浦 順一 ほか編 文光堂 2014年

4912 整骨院のカルテ 記載と管理 ４自然科学 増田  雅保 著 東京図書出版 2013年

4913 発達とは何か ４自然科学 人見  眞理 著 青土社 2012年

4914 リハビリテーションの哲学あるいは哲学のリハビリテーション ４自然科学 稲垣  諭 著 春風社 2012年

4915 はじめての人の治療院開業塾 ４自然科学 木戸  明 かんき出版 2011年

4916 よくわかる失語症セラピーと認知リハビリテーション ４自然科学 鹿島  晴雄 永井書店 2008年

4917 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年
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4918 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4919 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4920 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4921 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4922 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4923 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4924 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4925 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4926 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4927 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4928 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4929 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4930 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4931 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4932 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4933 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4934 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4935 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4936 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4937 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4938 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4939 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4940 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4941 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4942 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4943 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1983年

4944 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4945 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4946 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4947 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4948 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4949 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4950 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年
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4951 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4952 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎    編 講談社 1982年

4953 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4954 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4955 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎  編 講談社 1982年

4956 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1982年

4957 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4958 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4959 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4960 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4961 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4962 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4963 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4964 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4965 医科学大事典 ４自然科学 武見太郎 編 講談社 1983年

4966 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4967 医科学大事典 ４自然科学 武見 太郎 編 講談社 1983年

4968 人体器官の構造と機能 ４自然科学 和氣 健二郎 講談社 1984年

4969 言語聴覚士のための解剖・生理学 ４自然科学 小林  靖 医歯薬出版 2014年

4970 新物理学  増補改訂版 ４自然科学 Shipman  James T 学術図書出版社 2002年

4971 医療六法 ４自然科学 医療法制研究会 監修 中央法規出版 2014年

4972 白衣のポケットの中 ４自然科学 宮崎  仁 医学書院 2009年

4973 運動療法学 ４自然科学 柳沢  健 メジカルビュー社 2010年

4974 「いのちの言葉」響かせて ４自然科学 林  耕司 著 筒井書房 2004年

4975 人間発達学 ４自然科学 上田  礼子 医歯薬出版 1996年

4976 医療機器承認便覧 ４自然科学 薬務公報社 編 薬務公報社 2015年

4977 高次脳機能障害学 ４自然科学 藤田  郁代 著 医学書院 2015年

4978 言語発達障害学 ４自然科学 玉井  ふみ 編 医学書院 2015年

4979 解剖学 ４自然科学 野村  嶬 編 医学書院 2015年

4980 人体の構造と機能 ４自然科学 内田  さえ 編 医歯薬出版 2015年

4981 カラーで学べる病理学 ４自然科学 渡辺  照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2014年

4982 カラーで学べる病理学：整理ノート ４自然科学 渡辺  照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2014年

4983 包帯固定学 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2014年
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4984 Dr.マスコリーノKnow the Body ４自然科学 Muscolino  Joseph E エルゼビア・ジャパン 2014年

4985 内部障害理学療法学 ４自然科学 高橋  哲也  編 医歯薬出版 2014年

4986 柔道整復学 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2012年

4987 音声障害 ４自然科学 苅安  誠  編 建帛社 2012年

4988 衛生学・公衆衛生学 ４自然科学 鈴木  庄亮  著 南江堂 2011年

4989 よくわかる聴覚障害 ４自然科学 小川  郁  著 永井書店 2010年

4990 自閉症からのメッセージ ４自然科学 熊谷  高幸 講談社 1993年

4991 言語発達障害学 ４自然科学 玉井  ふみ 編 医学書院 2015年

4992 言語聴覚士テキスト ４自然科学 広瀬  肇 監修 医歯薬出版 2011年

4993 聴覚障害学 ４自然科学 藤田  郁代 監修 医学書院 2010年

4994 よくわかる聴覚障害 ４自然科学 小川  郁  著 永井書店 2010年

4995 物理療法学 ４自然科学 松沢  正 監修 金原出版 2012年

4996 実習の達人 ： PT臨床実習のバイブル ４自然科学 理学療法科学学会監修 アイペック 2009年

4997 臨床実習教育の手引き ４自然科学 日本理学療法士協会 日本理学療法士協会 2007年

4998 臨床理学療法評価法 : 臨床で即役に立つ理学療法評価法のすべて ４自然科学 鈴木 俊明 監修 アイペック ー

4999 老年学 ４自然科学 大内  尉義 編 医学書院 2009年

5000 整形外科術後理学療法プログラム ４自然科学 島田  洋一 メジカルビュー社 2009年

5001 呼吸ケア ４自然科学 塩谷  隆信 メジカルビュー社 2008年

5002 臨床病態学 ４自然科学 北村  聖 総編集 ヌーヴェルヒロカワ 2006年

5003 臨床病態学 ４自然科学 北村  聖 総編集 ヌーヴェルヒロカワ 2006年

5004 臨床病態学 ４自然科学 北村  聖  総編集 ヌーヴェルヒロカワ 2006年

5005 臨床病態学 ： 別冊「整理ノート : ポイントと確認問題」 ４自然科学 北村  聖 総編集 ヌーヴェルヒロカワ 2006年

5006 臨床病態学 ： 別冊「整理ノート : ポイントと確認問題」 ４自然科学 北村  聖 総編集 ヌーヴェルヒロカワ 2006年

5007 臨床病態学 ： 別冊「整理ノート : ポイントと確認問題」 ４自然科学 北村  聖  総編集 ヌーヴェルヒロカワ 2006年

5008 基礎理学療法学 ４自然科学 内山  靖  編， 医学書院 2006年

5009 老年学 ４自然科学 大内  尉義 編集 医学書院 2005年

5010 内科学 ４自然科学 大成  浄志   著 医学書院 2004年

5011 ベッドサイドの神経の診かた ４自然科学 田崎  義昭 南山堂 2004年

5012 脳卒中最前線 ：急性期の診断からリハビリテーションまで ４自然科学 福井  圀彦 医歯薬出版 2003年

5013 地域理学療法学 ４自然科学 牧田  光代 編集 医学書院 2003年

5014 理学療法概論 ４自然科学 丸山 仁司 編 アイペック 2010年

5015 入門リハビリテーション概論 ４自然科学 中村  隆一  編 医歯薬出版 2006年

5016 筋骨格系検査法 ４自然科学 Gross  Jeffrey 医歯薬出版 2005年
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5017 解剖学 ４自然科学 野村  嶬 編 医学書院 2015年

5018 理学療法学概説 ４自然科学 内山  靖 編 医学書院 2014年

5019 カラーで学べる病理学：整理ノート ４自然科学 渡辺  照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2014年

5020 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

5021 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2014年

5022 学生のためのリハビリテーション医学概論 ４自然科学 栢森  良二  著 医歯薬出版 2011年

5023 リハビリテーションのための人間発達学 ４自然科学 大城  昌平  編 メディカルプレス 2010年

5024 カラーで学べる病理学 ４自然科学 渡辺  照男  編 ヌーヴェルヒロカワ 2009年

5025 神経障害系理学療法学 ４自然科学 丸山  仁司  編 医歯薬出版 2005年

5026 理学療法評価学 ４自然科学 内山  靖  編 医学書院 2004年

5027 日常生活活動(動作) ４自然科学 土屋  弘吉  他編 医歯薬出版 1992年

5028 入門リハビリテーション概論 ４自然科学 中村  隆一 医歯薬出版 2013年

5029 入門リハビリテーション概論 ４自然科学 中村  隆一 編 医歯薬出版 2009年

5030 PT・OT基礎から学ぶ解剖学ノート ４自然科学 中島  雅美  編 医歯薬出版 2005年

5031 日々コウジ中 ４自然科学 柴本  礼 著 主婦の友社 2011年

5032 日々コウジ中 ４自然科学 柴本  礼 著 主婦の友社 2010年

5033 生理学 ４自然科学 佐藤  健次 医歯薬出版 2004年

5034 臨床実習とケーススタディ ４自然科学 鶴見  隆正 編集 医学書院 2001年

5035 日本人体解剖学 ４自然科学 金子  丑之助  原著 南山堂 2000年

5036 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2016年

5037 国試の達人 ： 理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2016年

5038 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2015年

5039 国試の達人 ： 運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会  編 アイペック 2015年

5040 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2015年

5041 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2015年

5042 義肢学 ４自然科学 沢村  誠志  編 医歯薬出版 2010年

5043 記憶をコントロールする : 分子脳科学の挑戦 ４自然科学 井ノ口  馨  著 岩波書店 2013年

5044 失語症の人と話そう : 失語症の理解と豊かなコミュニケーションのために ４自然科学
言語障害者の社会参加を支援するパー
トナーの会・和音 編集

中央法規出版 2008年

5045 会話のできない高校生がたどる心の軌跡 ４自然科学 東田  直樹 著 エスコアール出版部 2010年

5046 会話のできない中学生がつづる内なる心 ４自然科学 東田  直樹 著 エスコアール出版部 2007年

5047 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2015年

5048 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5049 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年
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5050 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5051 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5052 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2015年

5053 今日の理学療法指針 ４自然科学 内山  靖 総編集 医学書院 2015年

5054 ひとりで学べる理学・作業療法士国家試験共通問題と詳解 ４自然科学 理学・作業療法学研究会 編 廣川書店 2015年

5055 ひとりで学べる理学療法士国家試験問題と詳解 ４自然科学 理学療法学研究会 編 廣川書店 2015年

5056 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2015年

5057 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2015年

5058 理学療法技術の再検証 : 科学的技術の確立に向けて ４自然科学 福井  勉 三輪書店 2015年

5059 言語聴覚士国家試験受験対策実戦講座 : 実戦式ファイナルチェック! ４自然科学 梅田悦生 診断と治療社 2014年

5060 症状・経過観察に役立つ脳卒中の画像のみかた ４自然科学 市川  博雄 著 医学書院 2014年

5061 基礎看護技術 ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2014年

5062 PT・OT基礎から学ぶ画像の読み方 : 国試画像問題攻略 ４自然科学 中島  雅美 医歯薬出版 2014年

5063 ブルンストローム臨床運動学 ４自然科学 Brunnstrom [原著] 医歯薬出版 2013年

5064 筋肉と関節のしくみがわかる事典 : ビジュアル版 ４自然科学 竹井  仁  監修 西東社 2013年

5065 脳血管障害と神経心理学 = Neuropsychology of Cerebrovascular Disorders ４自然科学 平山  恵造 医学書院 2013年

5066 「話せない」と言えるまで : 言語聴覚士を襲った高次脳機能障害 ４自然科学 関  啓子  著 医学書院 2013年

5067 人体のしくみと病気がわかる事典 : 3DビジュアルDVD付 ４自然科学 奈良  信雄  監修 西東社 2013年

5068 伝導失語 : 復唱障害、STM障害、音韻性錯語 ４自然科学
日本高次脳機能障害学会教育・研修委
員会 編

新興医学出版社 2012年

5069 人体解剖の基本がわかる事典 : カラー図解 ４自然科学 竹内  修二  監修 西東社 2012年

5070 PT・OT基礎から学ぶ生理学ノート ４自然科学 中島  雅美  編 医歯薬出版 2012年

5071 フィジカルアセスメントガイドブック : 目と手と耳でここまでわかる ４自然科学 山内  豊明  著 医学書院 2011年

5072 失語症の理解とケア ４自然科学 遠藤  尚志  著 雲母書房 2011年

5073 運動連鎖～リンクする身体 ４自然科学 嶋田  智明 文光堂 2011年

5074 実践嚥下内視鏡検査(VE) : 動画でみる嚥下診療マニュアル ４自然科学 大前  由紀雄 インテルナ出版 2011年

5075 高齢者の機能障害に対する運動療法 : 運動療法学各論 ４自然科学 市橋  則明 編 文光堂 2010年

5076 多関節運動連鎖からみた変形性関節症の保存療法 : 刷新的理学療法 ４自然科学 井原  秀俊 全日本病院出版会 2008年

5077 起立性低血圧の基礎と臨床 ４自然科学 本多  和雄 新興医学出版社 2006年

5078 失語症者の実用コミュニケーション臨床ガイド ４自然科学 竹内  愛子 編集 協同医書出版社 2005年

5079 ガイトン生理学 ４自然科学 Guyton  Arthur C エルゼビア・ジャパン 2010年

5080 リハビリテーション用語解説ポケットブック ４自然科学 梅田  悦生 診断と治療社 2011年

5081 エッセンシャル・キネシオロジー : 機能的運動学の基礎と臨床 ４自然科学 Mansfield  Paul Jackson 南江堂 2010年

5082 脳卒中リハビリテーションポケットマニュアル ４自然科学
相澤病院総合リハビリテーションセン
ター 執筆

医歯薬出版 2007年
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5083 高次脳機能障害ポケットマニュアル ４自然科学
相澤病院総合リハビリテーションセン
ター 執筆

医歯薬出版 2005年

5084 触診解剖アトラス ４自然科学 セルジュ・ティクサ 著 医学書院 2001年

5085 触診解剖アトラス ４自然科学 セルジュ・ティクサ 著 医学書院 2001年

5086 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 1985年

5087 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5088 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5089 ベッドサイドの神経の診かた ４自然科学 田崎  義昭 南山堂 2004年

5090 高次脳機能障害学 ４自然科学 石合  純夫  著 医歯薬出版 2003年

5091 標準整形外科学 ４自然科学 鳥巣  岳彦  [ほか] 編集 医学書院 2002年

5092 図解 四肢と脊椎の診かた ４自然科学 Hoppenfeld  Stanley [著] 医歯薬出版 1994年

5093
Atlas of human anatomy and surgery = Atlas d'anatomie humaine et de chirurgie = 
Atlas der menschlichen Anatomie und Chirurgie

４自然科学 J. M. Bourger Taschen 2005年

5094 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5095 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5096 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5097 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2015年

5098 基礎PT学: 理学療法の基礎・理学療法評価学・理学療法治療学(基本介入手段) ４自然科学 医歯薬出版 編集 医歯薬出版 2015年

5099 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2015年

5100 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2015年

5101 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2015年

5102 標準生理学 ４自然科学 本間研一 [ほか] 編集 医学書院 2014年

5103 ギャノング生理学 ４自然科学 William F. Ganong 原著 丸善出版 2014年

5104 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2010年

5105 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2008年

5106 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2002年

5107 理学療法学ゴールド・マスター・テキスト ４自然科学 柳沢  健  1948- メジカルビュー社 2010年

5108 PT/OT国家試験必修ポイント障害別PT治療学 ４自然科学 医歯薬出版 2015年

5109
間接法による吃音訓練 : 自然で無意識な発話への遡及的アプローチ : 環境調整法・
年表方式のメンタルリハーサル法

４自然科学 都筑澄夫 編著 三輪書店 2015年

5110 病気がみえる  第2版 ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2013年

5111 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 上野 武治 医学書院 2015年

5112 ステップアップのための骨軟部画像診断 ４自然科学 福田国彦 秀潤社 2015年

5113 免疫学の基本がわかる事典 ４自然科学 鈴木  隆二  免疫学 西東社 2015年

5114 柔道整復学  改訂2版 ４自然科学 荒木誠一 金芳堂 2014年

5115 写真で見る姿勢均整術と整復手技 ４自然科学 長谷  愼一  1959- たにぐち書店 2014年
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5116 DSM-5精神疾患の分類と診断の手引 ４自然科学 高橋  三郎  1930- 医学書院 2014年

5117 DSM-5精神疾患の分類と診断の手引 ４自然科学 高橋  三郎  1930- 医学書院 2014年

5118 DSM-5精神疾患の分類と診断の手引 ４自然科学 高橋  三郎  1930- 医学書院 2014年

5119 エビデンスに基づく疾患別クリニカルマッサージ ４自然科学 Bucci  Celia 丸善出版 2014年

5120 基本としくみがよくわかる東洋医学の教科書 ４自然科学 平馬  直樹  1952- ナツメ社 2014年

5121 柔整国試対策サクサク生理学 ４自然科学 中田圭祐 中外医学社 2013年

5122 柔整国試対策サクサク一般臨床 ４自然科学 永井恒志 中外医学社 2013年

5123 はじめての薬理学 ４自然科学 丸山  敬  1957- ナツメ社 2013年

5124 臨床キネシオテーピング ４自然科学 加瀬  建造  1942- たにぐち書店 2013年

5125 ゴロから覚える筋肉&神経 ４自然科学 高橋  仁美 中山書店 2013年

5126 柔道整復理論問題集  改訂版 ４自然科学 目時誠 医道の日本社 2012年

5127 よくわかる失語症と高次脳機能障害 ４自然科学 鹿島  晴雄  1945- 永井書店 2003年

5128 よくわかる失語症と高次脳機能障害 ４自然科学 鹿島  晴雄  1945- 永井書店 2003年

5129 認知症ケアの自我心理学入門 ４自然科学 Cars  Jane クリエイツかもがわ 2015年

5130 はじめてのR ４自然科学 村井  潤一郎  1971- 北大路書房 2013年

5131 いっしょに食べよ! ４自然科学 あかいわチームクッキング ライフサイエンス出版 2012年

5132 姿勢・動作・歩行分析 ４自然科学 畠中  泰彦 羊土社 2015年

5133 エビデンスに基づく理学療法  第2版 ４自然科学 内山  靖  1963- 医歯薬出版 2015年

5134 MRI断層解剖アトラス  第2版 ４自然科学 坂井  建雄  1953- 日本医事新報社 2014年

5135 片麻痺 ４自然科学 宮本  省三 協同医書出版社 2014年

5136 服部リハビリテーション技術全書  第3版 ４自然科学 蜂須賀  研二  1949- 医学書院 2014年

5137 理学療法プログラムデザイン ４自然科学 武富  由雄  1933- 文光堂 2012年

5138 図解YOGAアナトミー筋骨格編 ４自然科学 レイ・ロング医学博士
アンダーザライトヨガス
クール

2011年

5139 私の声が見えますか？ ４自然科学 永田 久美子 harunosora 2015年

5140 地域理学療法学 ４自然科学 シリーズ監修：奈良勲 医学書院 2017年

5141 リハビリテーションのための人間発達学 第2版 ４自然科学 大城  昌平  編 メディカルプレス 2015年

5142 PT・OTのための臨床技能とOSCE ４自然科学 才藤  栄一  1955- 金原出版 2015年

5143 リハビリテーションのための画像の読み方 ４自然科学 本間  光信 メジカルビュー社 2015年

5144 PT・OTのための運動学テキスト ４自然科学 小柳  磨毅  1962- 金原出版 2015年

5145 運動療法のための機能解剖学的触診技術 改訂第2版 ４自然科学 林典雄  著 メジカルビュ－社 2013年

5146 義肢装具学テキスト ４自然科学 細田 多穂 監修 南江堂 2011年

5147 現代臨床精神医学 改訂第11版 ４自然科学 大熊輝雄 著 金原出版 2008年

5148 運動療法のための機能解剖学的触診技術 ４自然科学 林典雄  著 メジカルビュ－社 2007年
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5149 ID触診術 ４自然科学 鈴木  重行  1953- 三輪書店 2005年

5150 ID触診術 ４自然科学 鈴木  重行  1953- 三輪書店 2005年

5151 扉を開く人クリスティーン・ブライデン ４自然科学 Bryden  Christine  1949- クリエイツかもがわ 2012年

5152 解き方がわかる数学1・A ４自然科学 佐々木  隆宏 代々木ライブラリー 2007年

5153 医療六法 平成28年版 ４自然科学 医療法制研究会 監修 中央法規出版 2016年

5154 医の未来 ４自然科学 矢崎  義雄  1938- 岩波書店 2011年

5155 ○×問題でマスター解剖生理 ４自然科学 石橋  治雄  1936- 医歯薬出版 2005年

5156 これならわかる要点解剖学 ４自然科学 石橋治雄 監修 南山堂 2004年

5157 ラングマン人体発生学  第11版 原著第13版 ４自然科学 Sadler  Thomas W
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2016年

5158 運動器障害理学療法学テキスト  改訂第2版 ４自然科学 細田  多穂 南江堂 2016年

5159 切断と義肢 第2版 ４自然科学 澤村誠志  著 医歯薬出版 2016年

5160 はじめの一歩のイラスト病理学 ４自然科学 深山  正久  1954- 羊土社 2016年

5161 ベッドサイドの神経の診かた ４自然科学 田崎義昭 南山堂 2016年

5162 理学療法評価学 ４自然科学 松澤  正 金原出版 2016年

5163 衛生学・公衆衛生学 ４自然科学 鈴木  庄亮  著 南江堂 2015年

5164 今日からできる声帯トレーニング ４自然科学 角田  晃一  1960- メディカルトリビューン 2015年

5165 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 上野 武治 医学書院 2015年

5166 整形外科  第4版 ４自然科学 高橋正明  監修 海馬書房 2015年

5167 言語聴覚療法習得のための必須基礎知識 ４自然科学 山田  弘幸  1956- エスコアール 2015年

5168 高齢者の理学療法 ４自然科学 黒川幸雄 三輪書店 2015年

5169 生理学 改訂第3版 ４自然科学 根来英雄 医歯薬出版 2014年

5170 アナトミーカード 筋肉編 改訂版 ４自然科学 トライ・ワークス 2013年

5171 補聴器フィッティングの考え方 ４自然科学 小寺一興 著 診断と治療社 2013年

5172 医学概論 ４自然科学 北村 諭 著 中外医学社 2013年

5173 国試の達人 ：  運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2015年

5174 国試の達人 ：  理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2015年

5175 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2015年

5176 EBM物理療法  第2版 ４自然科学 Cameron  Michelle H 医歯薬出版 2006年

5177 基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2016年

5178 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2016年

5179 医療機器承認便覧 ４自然科学 薬務公報社 編 薬務公報社 2016年

5180 PT/OT国家試験必修ポイント障害別PT治療学 ４自然科学 医歯薬出版 2016年

5181 臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 編 医歯薬出版 2016年
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5182 ひとりで学べる理学療法士国家試験問題と詳解 ４自然科学 理学療法学研究会 編 廣川書店 2016年

5183 骨折の保存的治療 ４自然科学 松村  福広 メディカ出版 2016年

5184 ひとりで学べる理学・作業療法士国家試験共通問題と詳解 ４自然科学 理学・作業療法学研究会 編 廣川書店 2015年

5185 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5186 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5187 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5188 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5189 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2016年

5190 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2016年

5191 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2016年

5192 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 言語聴覚士国家試験対策委員会 編 大揚社 2016年

5193 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5194 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5195 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5196 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医療情報科学研究所 編 メディックメディア 2016年

5197 リハビリテーションのための脳・神経科学入門  改訂第2版 ４自然科学 森岡  周  1971- 協同医書出版社 2016年

5198 膜・筋膜 ４自然科学 Schleip  Robert 医歯薬出版 2016年

5199 THE整形内科 ４自然科学 白石  吉彦  1966- 南山堂 2016年

5200 自分でできる!筋膜リリースパーフェクトガイド ４自然科学 竹井  仁  1966- 自由国民社 2016年

5201 お薬事典 ４自然科学 一色  高明 ユーキャン学び出版 2016年

5202 これから始める運動器・関節エコー = Musculoskeletal Ultrasound ４自然科学 石崎  一穂 メジカルビュー社 2016年

5203 筋緊張に挑む ４自然科学 斉藤  秀之 文光堂 2016年

5204 運動療法学  第2版 ４自然科学 市橋  則明 文光堂 2016年

5205 運動療法学  第2版 ４自然科学 市橋  則明 文光堂 2016年

5206 整形徒手理学療法 ４自然科学 林  寛  pub. 2011 医歯薬出版 2016年

5207 姿勢の教科書 ４自然科学 竹井  仁  1966- ナツメ社 2016年

5208
リハビリテーションスタッフのための整形外科手術動画集 = Video Collection of 
Orthopedic Surgery for the Rehabilitation Staff

４自然科学 伊藤  恵康  1943- 南江堂 2016年

5209 モーターコントロール  第4版 ４自然科学 Shumway-Cook  Anne  1947- 医歯薬出版 2016年

5210 言語聴覚士のための基礎知識  小児科学・発達障害学 ４自然科学 宮尾益知 医学書院 2015年

5211 言語聴覚士のための基礎知識  小児科学・発達障害学 ４自然科学 宮尾益知 医学書院 2015年

5212 関節機能解剖学に基づく整形外科運動療法ナビゲーション  改訂第2版 ４自然科学 整形外科リハビリテーション学会 メジカルビュー社 2015年

5213 EBM物理療法  第4版 ４自然科学 Cameron  Michelle H エルゼビア・ジャパン 2015年

5214 図解入門よくわかる痛み・鎮痛の基本としくみ ４自然科学 伊藤  和憲 秀和システム 2015年

158



No タイトル 図書分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧(主な専門書・既設）

5215 ゆがみを正す100の基本 ４自然科学 横山 格郎 枻出版社 2015年

5216 PT・OT基礎固めヒント式トレーニング ４自然科学 ヒントレ研究所 南江堂 2015年

5217 ぼくは物覚えが悪い ４自然科学 Corkin  Suzanne 早川書房 2014年

5218 運動器リハビリテーションシラバス  改訂第3版 ４自然科学 岩谷  力  1942- 南江堂 2014年

5219 理学療法プログラムデザイン ４自然科学 武富  由雄  1933- 文光堂 2014年

5220 プロメテウス解剖学アトラス  頭部/神経解剖 ４自然科学 ミハエル・シュンヶヶ 医学書院 2014年

5221 障害別・ケースで学ぶ理学療法臨床思考 ４自然科学 嶋田  智明  1947- 文光堂 2013年

5222 運動器疾患の「なぜ?」がわかる臨床解剖学 ４自然科学 工藤  慎太郎 医学書院 2012年

5223 ケースで学ぶ理学療法臨床思考 ４自然科学 嶋田  智明  1947- 文光堂 2011年

5224 続 障害別・ケースで学ぶ理学療法臨床思考 ４自然科学 嶋田  智明  1947- 文光堂 2009年

5225 生活機能障害別・ケースで学ぶ理学療法臨床思考 ４自然科学 嶋田  智明  1947- 文光堂 2009年

5226 PT・OTのためのこれで安心コミュニケーション実践ガイド 第2版 ４自然科学 山口  美和 医学書院 2016年

5227 フィジカルアセスメント完全攻略Book ４自然科学 曷川  元 慧文社 2015年

5228 病理学 ４自然科学 梶原 博毅監修 医学書院 2017年

5229 医療六法 平成29年版 ４自然科学 医療法制研究会 監修 中央法規出版 2017年

5230 基礎PT学: 理学療法の基礎・理学療法評価学・理学療法治療学(基本介入手段) ４自然科学 医歯薬出版 編集 医歯薬出版 2016年

5231 理学療法臨床実習サポートブック ４自然科学 岡田  慎一郎 医学書院 2015年

5232 高齢者理学療法学 ４自然科学 島田裕之 医歯薬出版 2017年

5233 リハビリテーション義肢装具学 = Rehabilitation of Prosthetics and Orthotics ４自然科学 清水  順市 メジカルビュー社 2017年

5234 国試の達人：運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2017年

5235 国試の達人：理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2017年

5236 国試の達人：臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2017年

5237 言語障害治療学 ４自然科学 田口 恒夫 医学書院 1966年

5238 続・日々コウジ中 ４自然科学 柴本  礼 主婦の友社 2013年

5239 いまを生きる ４自然科学 東京都言語聴覚士会 三輪書店 2013年

5240 日々コウジ中 ４自然科学 柴本  礼 主婦の友社 2010年

5241 脳性麻痺 ４自然科学 日本聴能言語士協会 協同医書出版社 2002年

5242 今日の治療薬 解説と便覧 2014 ４自然科学 浦部晶夫 島田和幸 川合眞一 南江堂 2014年

5243 高次脳機能障害学  第2版 ４自然科学 石合  純夫  1957- 医歯薬出版 2012年

5244 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2017年

5245 医療機器承認便覧 ４自然科学 薬務公報社 編 薬務公報社 2017年

5246 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5247 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年
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5248 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5249 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5250 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5251 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5252 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5253 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 医学情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5254 実習にも役立つ人体の構造と体表解剖 ４自然科学 三木  明徳  1950- 金芳堂 2016年

5255 標準理学療法学 専門分野 日常生活活動学・生活環境学 第5版 ４自然科学 奈良 勲 医学書院 2017年

5256 脳画像 ４自然科学 前田 眞治 医学書院 2017年

5257 標準理学療法学・作業療法学 ４自然科学 岩﨑 清隆 医学書院 2017年

5258 医療六法 平成30年度 ４自然科学 医療法制研究会 監修 中央法規 2018年

5259 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 2018 ４自然科学 大揚社 2017年

5260 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 2018 ４自然科学 大揚社 2017年

5261 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 2018 ４自然科学 大揚社 2017年

5262 運動学で心が折れる前に読む本 ４自然科学 松房  利憲  1950- 医学書院 2017年

5263 摂食嚥下ビジュアルリハビリテーション ４自然科学 稲川  利光  1954- 学研メディカル秀潤社 2017年

5264 全体構造法でとり組む失語症の在宅リハビリ  補訂 ４自然科学 道関  京子 医歯薬出版 2017年

5265 標準理学療法学・作業療法学  第5版 ４自然科学 奈良  勲 医学書院 2018年

5266
カラー図解人体の正常構造と機能 = STRUCTURE,FUNCTION AND MATERIALS OF 
THE HUMAN BODY  改訂第3版 全10巻縮刷版

４自然科学 坂井  建雄  1953- 日本医事新報社 2017年

5267 リハに役立つ脳画像 = Brain Imaging Useful for Rehabilitation ４自然科学 酒向  正春  1961- メジカルビュー社 2016年

5268 重度失語症の言語訓練 ４自然科学 鈴木  勉  1948- 言語聴覚士 三輪書店 2013年

5269 理学療法白書 ４自然科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 2017年

5270 理学療法白書 ４自然科学 日本理学療法士協会 編 日本理学療法士協会 2014年

5271 がんのリハビリテーション ４自然科学 辻 哲也 医学書院 2018年

5272 言語聴覚士テキスト 第3版 ４自然科学
大森孝一 永井知代子 深浦順一 渡邉
修

医歯薬出版株式会社 2018年

5273 義肢装具学 ４自然科学 佐伯  覚 医学書院 2018年

5274 義肢装具学 ４自然科学 佐伯  覚 医学書院 2018年

5275 最新カラーリングブック筋骨格系の解剖学 ４自然科学 Muscolino  Joseph E ガイアブックス 2012年

5276 系統看護学講座 専門分野基礎 生化学 人体の構造と機能2 ４自然科学 三輪一智 医学書院 2012年

5277 人体解剖学実習 ４自然科学 大谷  修  1947- 南江堂 2011年

5278 老年学  第3版 ４自然科学 大内  尉義 医学書院 2009年

5279 標準理学療法学・作業療法学  第3版 ４自然科学 冨田  豊  1950- 医学書院 2009年

5280 理学療法概論 第5版 ４自然科学 丸山仁司 理学療法科学学会 アイペック 2007年
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5281 人体解剖学  改訂第42版 ４自然科学 藤田  恒太郎  1903-1965 南江堂 2003年

5282 国試の達人 ：  運動解剖生理学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2018年

5283 国試の達人 ：  理学療法編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2018年

5284 国試の達人 ：  臨床医学編 ４自然科学 理学療法科学学会 編 アイペック 2018年

5285 生命の灯ふたたび2 脳卒中後の重い障害を越えて創った作品集 ４自然科学 横張琴子
株式会社新興医学出版
社

2016年

5286 生理学 改訂第3版 ４自然科学 根来英雄 医歯薬出版 2016年

5287 標準理学療法学・作業療法学  神経内科学 第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2016年

5288 標準理学療法学・作業療法学  老年学 第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2015年

5289 人体の構造と機能 第4版 ４自然科学 内田さえ 佐伯由香 原田玲子 医歯薬出版株式会社 2015年

5290 人体の構造と機能 第4版 ４自然科学 内田さえ 佐伯由香 原田玲子 医歯薬出版株式会社 2015年

5291 内部障害理学療法学 ４自然科学 高橋  哲也  編 医歯薬出版 2015年

5292 義肢装具学  第4版 ４自然科学 川村  次郎  1934-2012 医学書院 2014年

5293 義肢装具学  第4版 ４自然科学 川村  次郎  1934-2012 医学書院 2014年

5294 系統看護学講座  生化学 第13版 ４自然科学 三輪  一智  1943- 医学書院 2014年

5295 系統看護学講座  生化学 第13版 ４自然科学 三輪  一智  1943- 医学書院 2014年

5296 もっと!らくらく動作介助マニュアル   DVD付 ４自然科学 中村  恵子  看護学 医学書院 2011年

5297 基礎から学ぶ楽しい保健統計 ４自然科学 中村  好一  1957- 医学書院 2016年

5298 疾患別リハビリテーションリスク管理マニュアル ４自然科学 聖マリアンナ医科大学病院 ヒューマン・プレス 2018年

5299 病気がみえる  第2版 ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2017年

5300 医療人の基礎知識  第2版 ４自然科学 鈴鹿医療科学大学 三重大学出版会 2017年

5301 整形外科学  改訂第4版 ４自然科学 松下  隆  1949- 南江堂 2017年

5302 筋骨格系の触診マニュアル  改訂新版 ４自然科学 Muscolino  Joseph E エルゼビア・ジャパン 2017年

5303 整形外科学テキスト  改訂第4版 ４自然科学 高橋  邦泰 南江堂 2017年

5304
内部障害理学療法学 = CARDIOPULMONARY,RENAL AND METABOLIC PHYSICAL 
THERAPY  第2版

４自然科学 高橋  哲也  1967- 医歯薬出版 2017年

5305 義肢・装具学 ４自然科学 高田  治実 羊土社 2016年

5306 リハビリテーション医学テキスト  改訂第4版 ４自然科学 三上  真弘  1942- 南江堂 2016年

5307 運動器障害理学療法学テキスト  改訂第2版 ４自然科学 細田  多穂 南江堂 2016年

5308 精神医学特論  新訂 ４自然科学 石丸  昌彦 放送大学教育振興会 2016年

5309 理学療法評価学  改訂第5版 ４自然科学 松沢  正 金原出版 2016年

5310 なるほどなっとく!病理学 ４自然科学 小林  正伸 南山堂 2015年

5311 言語聴覚士のための音声障害学 ４自然科学 大森  孝一 医歯薬出版 2015年

5312
基本動作の評価と治療アプローチ = Assessment and Therapeutic Approaches for 
Basic Movements

４自然科学 武田  功 メジカルビュー社 2015年

5313 失語症学  第2版 ４自然科学 藤田  郁代 医学書院 2015年
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5314 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2015年

5315 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2013年

5316 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2013年

5317 Text整形外科学 = Orthopedic surgery  改訂4版 ４自然科学 糸満  盛憲  1944- 南山堂 2012年

5318 基礎運動学 = Fundamental kinesiology  第6版補訂 ４自然科学 中村  隆一  1935- 医歯薬出版 2012年

5319 高齢者の理学療法  第2版 ４自然科学 森本  榮 三輪書店 2011年

5320 疫学 ４自然科学 Gordis  Leon  1934-
メディカル・サイエンス・イ
ンターナショナル

2010年

5321 柔道整復学  改訂第6版 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2018年

5322 PT/OT国家試験必修ポイント障害別PT治療学 ４自然科学 医歯薬出版 2018年

5323 PT/OT国家試験必修ポイント基礎PT学 ４自然科学 医歯薬出版 2018年

5324 PT/OT国家試験必修ポイント専門基礎分野臨床医学 ４自然科学 医歯薬出版 2018年

5325 PT/OT国家試験必修ポイント専門基礎分野基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 2018年

5326 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 ４自然科学 医歯薬出版 2018年

5327 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 ４自然科学 医歯薬出版 2018年

5328 PT/OT国家試験必修ポイント専門基礎分野基礎医学 ４自然科学 医歯薬出版 2017年

5329 ひとりで学べる理学・作業療法士国家試験共通問題と詳解 ４自然科学 廣川書店 2017年

5330 リハビリテーション医学 ４自然科学 真柄  彰 理工図書 2017年

5331 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2016年

5332 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2015年

5333 標準理学療法学・作業療法学  第4版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2015年

5334 標準理学療法学・作業療法学  第3版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2015年

5335 標準理学療法学  第3版 ４自然科学 奈良  勲  1942- 医学書院 2014年

5336 柔道整復学  改訂第5版 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2013年

5337 運動学  改訂第3版 ４自然科学 斎藤  宏  1938- 医歯薬出版 2013年

5338 関係法規  改訂第2版 ４自然科学 前田  和彦  1960- 医歯薬出版 2013年

5339 柔道整復学  改訂第2版 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2012年

5340 包帯固定学 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2012年

5341 柔道整復学 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2012年

5342 柔道整復学 ４自然科学 全国柔道整復学校協会 南江堂 2012年

5343 国民衛生の動向 ４自然科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2018年

5344 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5345 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5346 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年
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5347 クエスチョン・バンク理学療法士・作業療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5348 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 大揚社 2018年

5349 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 大揚社 2018年

5350 言語聴覚士国家試験過去問題3年間の解答と解説 ４自然科学 大揚社 2018年

5351 言語聴覚学の解剖生理 ４自然科学 Zemlin  Willard R 医歯薬出版 2007年

5352 脳性麻痺 ４自然科学 日本聴能言語士協会 協同医書出版社 2002年

5353 口蓋裂 ４自然科学 岡崎  恵子  1931- 学苑社 1999年

5354 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5355 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5356 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5357 クエスチョン・バンク理学療法士国家試験問題解説 ４自然科学 メディックメディア 2018年

5358 最新科学が解き明かす脳と心 ４自然科学 日経サイエンス編集部 日経サイエンス社 2017年

5359 高次脳機能障害に対する理学療法 ４自然科学 阿部浩明 文光堂 2016年

5360 画像の見かた・使いかた ４自然科学 三村  將  1957- 医歯薬出版 2006年

5361 言語聴覚療法臨床マニュアル  改訂第3版 ４自然科学 平野  哲雄 協同医書出版社 2014年

5362 骨格筋の形と触察法 = Anatomy and Surface Anatomy of Muscles  改訂第2版 ４自然科学 河上  敬介  1961- 大峰閣 2013年

5363 整形外科疾患ビジュアルブック ４自然科学 下出  真法  1947- 学研メディカル秀潤社 2012年

5364 組織病理アトラス  第5版 ４自然科学 小池  盛雄  1940- 文光堂 2005年

5365 内科学  第2版 ４自然科学 大成  浄志  1940- 医学書院 2004年

5366 人体解剖学  改訂第42版 ４自然科学 藤田  恒太郎  1903-1965 南江堂 2003年

5367 物理療法 ４自然科学 小川  克巳 神陵文庫 2001年

5368 神経の再生と機能再建 ４自然科学 志水  義房  1929- 西村書店 1997年

5369 医療機器承認便覧 ４自然科学 薬務公報社 2018年

5370 新食品成分表 ４自然科学 東京法令出版 2018年

5371 でるもん・でたもん〈臨床医学〉 ４自然科学 医学書院 2018年

5372 図解四肢と脊椎の診かた ４自然科学 Hoppenfeld  Stanley  1934- 医歯薬出版 1994年

5373 A Day in the Life of Japan ４自然科学 Collins Pub San Francisco
Collins Pub San 
Francisco

2002年

5374 趙根在写真集 ４自然科学 趙  根在  1938-1997 草風館 2002年

5375 LIFE AT WAR ４自然科学 タイムライフブックス タイムライフブックス ー

5376 世界を救った医師 ４自然科学 日本放送協会 日本放送出版協会 2004年

5377 生まれてよかった ４自然科学 広瀬  飛一  1937- 日本図書センター 2003年

5378 生命40億年全史 ４自然科学 Fortey  Richard A  1946- 草思社 2003年

5379 「いのち」の近代史 ４自然科学 藤野  豊  1952- かもがわ出版 2001年
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5380 人体再生 ４自然科学 立花  隆  1940- 中央公論新社 2000年

5381 心的外傷と回復 ４自然科学 Herman  Judith Lewis  1942- みすず書房 1996年

5382 薬害エイズ原告からの手紙 ４自然科学 東京HIV訴訟原告団 三省堂 1995年

5383 エイズの歴史 ４自然科学 Grmek  Mirko Drazen  1924-2000 藤原書店 1993年

5384 水俣の人びと ４自然科学 桑原  史成  1936- 草の根出版会 1998年

5385 山よろけ ４自然科学 樋口  健二  1937- 三一書房 1992年

5386 看護学がわかる。 ４自然科学 朝日新聞社 朝日新聞社 2000年

5387 ルポルタージュ出生前診断 ４自然科学 坂井  律子  1960- 日本放送出版協会 1999年
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1 情報社会のデジタルメディアとリテラシ－：情報倫理を学ぶ ０総記 小嶋正美：木村清 ムイスリ出版 2018年

2 よくわかる環境社会学  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ５技術 鳥越皓之　帯谷博明 ミネルヴァ書房 2017年

3 ＩｏＴ時代の情報通信政策 ６産業 福家秀紀 白桃書房 2017年

4 人文・社会科学のための研究倫理ガイドブック ０総記 眞嶋俊造　奥田太郎 慶応義塾大学出版会 2015年

5 情報基礎と情報処理 ０総記 寺沢幹雄　松田高行 オ－ム社 2016年

6 課題解決のための情報リテラシ－ ０総記 美濃輪正行　谷口郁生 共立出版 2018年

7 ＡＩビジネスの法律実務 ０総記 人工知能法務研究会 日本加除出版 2017年

8 人工知能  ＩＴ　ｔｅｘｔ ０総記 松本一教　宮原哲浩 オ－ム社 2016年

9 人工知能と社会 ０総記 ＡＩＸ　栗原聡 オ－ム社 2018年

10 人工知能の基礎 ０総記 馬場口登　山田誠二 オ－ム社 2015年

11 人工知能の創発 ０総記 伊庭斉志 オ－ム社 2017年

12 人工知能原理  コンピュ－タサイエンス教科書シリ－ズ ０総記 加納政芳　山田雅之 コロナ社 2017年

13 統計的パタ－ン認識と判別分析  シリ－ズ情報科学における確率モデル ０総記 栗田多喜夫　日高章理 コロナ社 2019年

14 人工知能の方法 ０総記 伊庭斉志 コロナ社 2014年

15 例題で学ぶ知能情報入門 ０総記 大堀隆文　木下正博 コロナ社 2015年

16 人工知能  Ｈａｒｖａｒｄ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ ０総記
ダイヤモンド・ハ－バ－ド・ビジネス編集
部

ダイヤモンド社 2016年

17 知識システム １ 東京大学工学教程　システム工学 ０総記
東京大学工学教程編纂委員会　青山和
浩

丸善出版 2018年

18 知識システム ２ 東京大学工学教程　システム工学 ０総記
東京大学工学教程編纂委員会　大澤幸
生

丸善出版 2018年

19 知識情報処理  東京大学工学教程　情報工学 ０総記 伊庭斉志　ダヌシカ・ボレガラ 丸善出版 2016年

20 強いＡＩ・弱いＡＩ ０総記 鳥海不二夫 丸善出版 2017年

21 人工知能 ０総記 趙強福　樋口龍雄 共立出版 2017年

22 人工知能入門 ０総記 小高知宏 共立出版 2015年

23 オンライン予測  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ０総記 畑埜晃平　瀧本英二 講談社 2016年

24 異常検知と変化検知  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ０総記 井手剛　杉山将 講談社 2015年

25 音声認識  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ０総記 篠田浩一 講談社 2017年

26 確率的最適化  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ０総記 鈴木大慈 講談社 2015年

27 統計的因果探索  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ０総記 清水昌平 講談社 2017年

28 統計的学習理論  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ０総記 金森敬文 講談社 2015年

29 ＡＩ原論  講談社選書メチエ ０総記 西垣通 講談社 2018年

30 「人工超知能」 ０総記 井上智洋 秀和システム 2017年

31 人工知能～その到達点と未来～ ０総記 中島秀之　丸山宏 小学館 2018年

32 ＩｏＴビジネスを成功させるための法務入門 ０総記 中野友貴 第一法規出版 2016年

33 ＩｏＴ・ＡＩの法律と戦略 ０総記 福岡真之介：桑田寛史 商事法務 2017年

34 情報倫理 ０総記 高橋慈子　原田隆史 技術評論社 2015年

35 法律家・法務担当者のためのＩＴ技術用語辞典 ０総記 影島広泰 商事法務 2017年

36 情報リテラシ－基礎：入門からビジネスまで ０総記 海老澤信一：齋藤真弓 同友館 2017年

37 情報リテラシ－　総合編：Ｗｉｎｄｏｗｓ　１０　Ｏｆｆｉｃｅ　２０１６対応 ０総記 富士通エフ・オ－・エム 富士通エフ・オ－・エム 2018年

38 情報リテラシ－入門．２０１８年版 ０総記 平田浩一 日経ＢＰ社 2018年

39 新・現代情報リテラシ－ ０総記 中光政 同友館 2018年

40 よくわかる情報リテラシ－ ０総記 岡本敏雄　小泉力一 技術評論社 2017年

41 デ－タベ－ス  情報工学テキストシリ－ズ ０総記 三木光範　田中美里 共立出版 2015年

42 デ－タベ－ス  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ０総記 三石大　吉廣卓哉 共立出版 2014年

43 デ－タベ－ス応用  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ０総記 片岡信弘　宇田川佳久 共立出版 2016年

44 コンピュ－タ概論 ０総記 魚田勝臣　渥美幸雄 共立出版 2017年

45 情報セキュリティ入門 ０総記 会田和弘　佐々木良一 共立出版 2014年

46 大学生の知の情報スキル ０総記 森園子　池田修 共立出版 2017年

図書等一覧（主な専門書・新規）
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47 大学生の知の情報ツ－ル １ ０総記 森園子 共立出版 2015年

48 大学生の知の情報ツ－ル ２ ０総記 森園子 共立出版 2015年

49 サイバ－セキュリティ入門 ０総記 羽室英太郎 慶応義塾大学出版会 2018年

50 デ－タベ－スと情報検索  グラフィック情報工学ライブラリ ０総記 石原靖哲　清水將吾 数理工学社 2018年

51 新・コンピュ－タ解体新書  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　＆　ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ０総記 清水忠昭　菅田一博 サイエンス社 2017年

52 学生のための情報リテラシ－ Ｏｆｆｉｃｅ　２０１６／Ｗｉnｄｏｗｓ１０版 ０総記 若山芳三郎 東京電機大学出版局 2016年

53 実践に役立つ情報処理 ２０１８年度版 ０総記 立田ルミ　今福啓 日経ＢＰ社 2018年

54 デジタル情報の処理と認識  放送大学教材 ０総記 柳沼良知 放送大学教育振興会 2018年

55 デ－タの分析と知識発見  放送大学教材 ０総記 秋光淳生 放送大学教育振興会 2016年

56 情報セキュリティと情報倫理  放送大学教材 ０総記 山田恒夫　辰己丈夫 放送大学教育振興会 2018年

57 情報リテラシ－教科書 ０総記 矢野文彦 オ－ム社 2017年

58 基礎からわかる情報リテラシ－ ０総記 奥村晴彦　森本尚之 技術評論社 2017年

59 楽しく学べるデ－タベ－ス ０総記 川越恭二 共立出版 2014年

60 情報活用の「眼」 ０総記 菊地登志子　根市一志 共立出版 2015年

61 大学生のための情報リテラシ－ ０総記 張磊　桐村喬 共立出版 2018年

62 インタ－ネット時代の情報システム入門 ０総記 杉本英二 同文舘出版 2016年

63 情報リテラシ－教科書 ０総記 矢野文彦 オ－ム社 2017年

64 情報処理入門 ０総記 深井裕二 コロナ社 2016年

65 生命科学・医療系のための情報リテラシ－ ０総記 飯島史朗　石川さと子 丸善出版 2018年

66 医療・福祉系学生のためのコンピュ－タリテラシ－ ０総記 樺沢一之　寺島和浩 共立出版 2015年

67 理工系コンピュ－タリテラシ－ ０総記 工学院大学　加藤潔 共立出版 2014年

68 情報アクセス技術入門 ０総記 前田亮　西原陽子 森北出版 2017年

69 経済・商学系のための情報リテラシ－入門 ０総記 荒木孝治（統計学）　谷田則幸 同文舘出版 2018年

70 情報基礎 ０総記 上繁義史 培風館 2016年

71 ＩｏＴ時代のサイバ－セキュリティ ０総記 制御システムセキュリティセンタ－ エヌ・ティ－・エス 2018年

72 実践情報リテラシ－：基礎から応用まで ０総記 淺間正通：前野博（デジタルメディア） 同友館 2017年

73 情報リテラシ－を身につけるＥＸＣＥＬ２０１６基礎編 ０総記 阿南大：水野有希 創成社 2017年

74 ビジネスのためのデ－タ処理リテラシ－ ０総記 尾碕眞：吉田聡 創成社 2017年

75 情報リテラシ－Ｗｉｎｄｏｗｓ１０・Ｏｆｆｉｃｅ２０１６対応 ０総記 富士通エフ・オ－・エム株式会社 富士通エフ・オ－・エム 2018年

76 情報リテラシ－入門編：Ｗｉｎｄｏｗｓ１０／Ｏｆｆｉｃｅ２０１６対応 ０総記 富士通エフ・オ－・エム 富士通エフ・オ－・エム 2018年

77 自然言語処理と深層学習 ０総記 小高知宏 オ－ム社 2017年

78 あなたの知らないところでソフトウェアは何をしているのか？ ０総記 Ｖ．アントン・スプラウル　原隆文 オライリ－・ジャパン 2016年

79 文科系のためのコンピュ－タリテラシ  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　＆　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ０総記 草薙信照　植松康祐 サイエンス社 2019年

80 自然言語処理概論  ライブラリ情報学コア・テキスト ０総記 黒橋禎夫　柴田知秀 サイエンス社 2016年

81 ビッグデ－タ解析の現在と未来  共立スマ－トセレクション ０総記 原隆浩　喜連川優 共立出版 2017年

82 自然言語処理  情報工学テキストシリ－ズ ０総記 三木光範　加藤恒昭 共立出版 2014年

83 オペレ－ティングシステム  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ０総記 菱田隆彰　寺西裕一 共立出版 2014年

84 ソフトウェアシステム工学入門  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ０総記 五月女健治　工藤司 共立出版 2014年

85 映像の著作権  ユニ知的所有権ブックス ０総記 二瓶和紀　宮田ただし 太田出版 2016年

86 写真著作権  ユニ知的所有権ブックス ０総記 日本写真家協会　日本写真家協会 太田出版 2016年

87 なるほど図解著作権法のしくみ  ＣＫ　ＢＯＯＫＳ ０総記 奥田百子 中央経済社 2017年

88 Ｑ＆Ａ引用・転載の実務と著作権法 ０総記 北村行夫　雪丸真吾 中央経済社 2016年

89 デジタルコンテンツの著作権Ｑ＆Ａ ０総記 結城哲彦 中央経済社 2014年

90 著作権法  放送大学教材 ０総記 作花文雄 放送大学教育振興会 2018年

91 著作権法 ０総記 茶園成樹 有斐閣 2016年

92 著作権法入門 ０総記 島並良　上野達弘 有斐閣 2016年
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93 標準著作権法 ０総記 高林龍 有斐閣 2016年

94 著作権法案内  勁草法学案内シリ－ズ ０総記 半田正夫 勁草書房 2014年

95 著作権法概論 ０総記 斉藤博 勁草書房 2014年

96 基本情報技術入門 ０総記 浅川毅　稲垣克彦 コロナ社 2017年

97 デジタル記号論 ０総記 松本健太郎 新曜社 2019年

98 図解人工知能大全 ０総記 古明地正俊　長谷佳明 ＳＢクリエイティブ 2018年

99 暗号と情報セキュリティ  リスク工学シリ－ズ ０総記 岡本栄司　西出隆志 コロナ社 2016年

100 イラストで学ぶディ－プラ－ニング ０総記 山下隆義 講談社 2018年

101 Ｊａｖａ人工知能プログラミング ０総記 深井裕二 三恵社 2016年

102 図解入門最新人工知能がよ～くわかる本  Ｈｏｗ－ｎｕａｌ　ｖｉｓｕａｌ　ｇｕｉｄｅ　ｂｏｏｋ ０総記 神崎洋治 秀和システム 2016年

103 坂本真樹先生が教える人工知能がほぼほぼわかる本 ０総記 坂本真樹 オ－ム社 2017年

104 Ｐｙｔｈｏｎで学ぶ統計的機械学習 ０総記 金森敬文 オ－ム社 2018年

105 コンピュ－タシミュレ－ション ０総記 伊藤俊秀　草薙信照 オ－ム社 2019年

106 情報理論 ０総記 今井秀樹 オ－ム社 2019年

107 人工知能　人類最悪にして最後の発明 ０総記 ジェイムズ・バラット　水谷淳 ダイヤモンド社 2015年

108 機械学習  ＭＩＴエッセンシャル・ナレッジ・シリ－ズ ０総記 エテム・アルペイディン　久村典子 日本評論社 2017年

109 Ｒによるやさしいテキストマイニング［活用事例編］ ０総記 小林雄一郎 オ－ム社 2018年

110 文脈解析  自然言語処理シリ－ズ ０総記 奥村学　笹野遼平 コロナ社 2017年

111 ＩＣＴ未来予想図  共立スマ－トセレクション ０総記 土井美和子　原隆浩 共立出版 2016年

112 メディアとＩＣＴの知的財産権  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ０総記 菅野政孝　大谷卓史 共立出版 2018年

113 Ｗｅｂでつながる  Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ａｎｄ　Ｗｅｂ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ　Ｌｉｂｒ ０総記 土方嘉徳 サイエンス社 2018年

114 デジタル社会の法制度 情報処理基礎講座 ０総記
電子開発学園メディア教育センタ－教
材開発

電子開発学園出版局(発
売：エスシ－シ－)

2018年

115 情報マネジメント  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ０総記 神沼靖子　大場みち子 共立出版 2019年

116 デジタル・ア－カイブとは何か ０総記 岡本真　柳与志夫 勉誠出版 2015年

117 入門デジタルア－カイブ ０総記 柳与志夫 勉誠出版 2017年

118 コミュニティ・ア－カイブをつくろう！ ０総記 佐藤知久　甲斐賢治 晶文社 2018年

119 デジタルア－カイブの資料基盤と開発技法 ０総記 水嶋英治　谷口知司 晃洋書房 2016年

120 Ｒによるテキストマイニング入門 ０総記 石田基広 森北出版 2017年

121 サイバ－セキュリティと国際政治 ０総記 土屋大洋 千倉書房 2015年

122 ビッグデ－タ統計解析入門 ０総記 照井伸彦 日本評論社 2018年

123 コンピュ－タとソフトウェア  放送大学教材 ０総記 辰己丈夫　中谷多哉子 放送大学教育振興会 2018年

124 大学一年生のための情報リテラシ－ ０総記 小棹理子 丸善出版 2018年

125 ゼロからはじめる情報リテラシ－ ０総記 高橋尚子（情報教育） 技術評論社 2015年

126 グル－プワ－クによる情報リテラシ ー ０総記 魚田勝臣　渥美幸雄 共立出版 2015年

127 意思決定を助ける情報可視化技術 ０総記 伊藤貴之 コロナ社 2018年

128 情報可視化 ０総記 高間康史 森北出版 2017年

129 Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｏｆｆｉｃｅ　２０１３を使った情報リテラシ－の基礎 ０総記 切田節子　三浦信宏 近代科学社 2014年

130 Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ　Ｏｆｆｉｃｅ　２０１６を使った情報リテラシ－の基礎 ０総記 切田節子　新聖子 近代科学社 2016年

131 ＬｉｂｒｅＯｆｆｉｃｅで学ぶ情報リテラシ－ ０総記 畔津忠博　吉永敦征 東京電機大学出版局 2016年

132 情報処理入門 ０総記 長尾文孝 共立出版 2017年

133 コンピュテ－ショナル・シンキング ０総記 磯辺秀司　小泉英介 共立出版 2016年

134 入門デ－タベ－ス ０総記 植村俊亮 オ－ム社 2018年

135 情報リテラシ－を身につけるＥＸＣＥＬ２０１６応用編 ０総記 阿南大：水野有希 創成社 2018年

136 サイバ－セキュリティ ０総記 サイバ－セキュリティと経営戦略研究会 ＮＴＴ出版 2014年

137 Ｒによるデ－タマイニング入門 ０総記 山本義郎　藤野友和 オ－ム社 2015年

138 Ｒによるやさしいテキストマイニング ０総記 小林雄一郎 オ－ム社 2017年
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139 Ｒによるやさしいテキストマイニング［機械学習編］ ０総記 小林雄一郎 オ－ム社 2017年

140 デ－タサイエンスの基本がわかる本 ０総記 鈴木孝弘 オ－ム社 2018年

141 情報セキュリティ基礎講義  電子通信情報系コアテキストシリ－ズ ０総記 松浦幹太 コロナ社 2019年

142 コンピュ－タに問い合わせる  Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　ａｎｄ　Ｗｅｂ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ　Ｌｉｂaｒｙ ０総記 増永良文 サイエンス社 2018年

143 コンピュ－タと情報システム  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　＆　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ０総記 草薙信照 サイエンス社 2015年

144 情報システム概論  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　＆　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ０総記 和泉順子　櫻井茂明 サイエンス社 2018年

145 情報活用力を培うための情報リテラシ  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　＆　Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ ０総記 井川信子 サイエンス社 2014年

146 事例から学ぶ情報セキュリティ  Ｓｏｆｔｗａｒｅ　Ｄｅｓｉｇｎ　ｐｌｕｓ ０総記 中村行宏　横田翔 技術評論社 2015年

147 サイバ－セキュリティ入門  共立スマ－トセレクション ０総記 猪俣敦夫　井上克郎 共立出版 2016年

148 行動情報処理  共立スマ－トセレクション ０総記 武田一哉　土井美和子 共立出版 2016年

149 コンピュ－タ科学の基礎 ０総記 木村春彦　田嶋拓也 共立出版 2017年

150 デジタル情報の活用と技術 ０総記 毒島雄二　小林貴之 共立出版 2017年

151 理工系コンピュ－タリテラシ－の活用 ０総記 加藤潔　田中久弥 共立出版 2018年

152 コンピュ－ティング科学 ０総記 川合慧 東京大学出版会 2017年

153 基礎から学ぶ情報処理 ０総記 榎原博之 培風館 2018年

154 初歩から学ぶ情報リテラシ－ ０総記 吉田郁子 培風館 2014年

155 みんなのコンピュ－タサイエンス ０総記
ウラドストン・フェレイラ・フィルォ　小山
裕司

翔泳社 2019年

156 プロトコル １哲学
アレクサンダ－・Ｒ．ギャロウェイ　北野
圭介

人文書院 2017年

157 学校心理臨床実践  心の専門家養成講座 １哲学 森田美弥子　松本真理子 ナカニシヤ出版 2018年

158 健康・医療心理学  保健と健康の心理学標準テキスト １哲学 岸太一　藤野秀美 ナカニシヤ出版 2017年

159 社会心理学概論 １哲学 北村英哉　内田由紀子 ナカニシヤ出版 2016年

160 ケアをすることの意味 １哲学 皆藤　章 誠信書房 2015年

161 経営・ビジネス心理学 １哲学 松田幸弘 ナカニシヤ出版 2018年

162 働く人たちのメンタルヘルス対策と実務 １哲学 森下高治　本岡寛子 ナカニシヤ出版 2016年

163 システムズアプロ－チ入門 １哲学 中野真也　吉川悟 ナカニシヤ出版 2017年

164 心理学・臨床心理学概論 １哲学 山蔦圭輔 北樹出版 2015年

165 心理学概論 １哲学 日比野英子　永野光朗 ナカニシヤ出版 2018年

166 心理学概論 １哲学 松田幸弘 ナカニシヤ出版 2018年

167 医療と健康のための心理学 １哲学 青木智子 北樹出版 2018年

168 医療と福祉のための心理学 １哲学 青木智子 北樹出版 2014年

169 保健・医療・福祉を学ぶための心理学概論 １哲学 高橋直樹　石本豪 共立出版 2018年

170 現代心理学の基礎と応用 １哲学 芝垣正光　目黒達哉 樹村房 2018年

171 脳とこころの視点から探る心理学入門 １哲学 松本絵理子 培風館 2011年

172 あなたの知らない心理学 １哲学 中西大輔　今田純雄 ナカニシヤ出版 2015年

173 高校生のための心理学講座  心理学叢書 １哲学 内田伸子　板倉昭二 誠信書房 2016年

174 ヒルガ－ドの心理学 １哲学
ア－ネスト・Ｒ．ヒルガ－ド　ス－ザン・ノ
－レン・ホ－クセマ

金剛出版 2015年

175 ポジティブ心理学が１冊でわかる本 １哲学 イロ－ナ・ボニウェル　成瀬まゆみ 国書刊行会 2015年

176 行動分析学  有斐閣アルマ １哲学 坂上貴之　井上雅彦 有斐閣 2018年

177 行動の基礎 １哲学 小野浩一 培風館 2016年

178 行動分析的“思考法”入門 １哲学 ジョン・ベイリ－　メアリ－・バ－チ 岩崎学術出版社 2017年

179 臨床行動分析のすすめ方 １哲学 芝田寿美男 岩崎学術出版社 2017年

180 行動科学 １哲学 畑栄一　土井由利子 南江堂 2009年

181 英⇔和心理学用語集 １哲学 心理学用語研究会 培風館 2014年

182 質問紙調査と心理測定尺度 １哲学 宮本聡介　宇井美代子 サイエンス社 2014年

183 これから心理学を学ぶ人のための研究法と統計法 １哲学 西村純一　井上俊哉 ナカニシヤ出版 2016年

184 よくわかる心理学実験実習  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ １哲学 村上香奈　山崎浩一 ミネルヴァ書房 2018年
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185 心理学研究法  公認心理師の基礎と実践 １哲学 野島一彦　繁桝算男 遠見書房 2018年

186 実験・実習で学ぶ心理学の基礎 １哲学 日本心理学会 金子書房 2015年

187 心理学の卒業研究ワ－クブック １哲学 小塩真司　宅香菜子 金子書房 2015年

188 心理学レポ－ト・論文の書き方  ステップアップ心理学シリ－ズ １哲学 板口典弘　山本健太郎 講談社 2017年

189 心理学統計入門  ステップアップ心理学シリ－ズ １哲学 板口典弘　森数馬 講談社 2017年

190 Ｅｘｃｅｌで今すぐはじめる心理統計 １哲学 小宮あすか　布井雅人 講談社 2018年

191 できる研究者の論文作成メソッド １哲学 ポ－ル・Ｊ．シルヴィア　高橋さきの 講談社 2016年

192 できる研究者の論文生産術 １哲学 ポ－ル・Ｊ．シルヴィア　高橋さきの 講談社 2015年

193 心理学のためのサンプルサイズ設計入門 １哲学 村井潤一郎　橋本貴充 講談社 2017年

194 物語りと共約幻想  質的心理学フォ－ラム選書 １哲学 川野健治　八ツ塚一郎 新曜社 2014年

195 心理学研究法のキホンＱ＆Ａ１００ １哲学 ニ－ル・Ｊ．サルキンド　畑中美穂 新曜社 2017年

196 実験心理学のための統計学  心理学のための統計学 １哲学 橋本貴充　荘島宏二郎 誠信書房 2016年

197 心理学のための統計学入門  心理学のための統計学 １哲学 川端一光　荘島宏二郎 誠信書房 2014年

198 心理学をまじめに考える方法 １哲学 キ－ス・Ｅ．スタノヴィッチ　金坂弥起 誠信書房 2016年

199 心理学研究法 ６ １哲学 大山正 誠信書房 2015年

200 統計嫌いのための心理統計の本 １哲学 白井祐浩 創元社 2017年

201 心理学のための英語論文の書き方・考え方 １哲学 羽生和紀 朝倉書店 2014年

202 心理統計 １ 現代心理学シリ－ズ １哲学 嶋崎恒雄　三浦麻子 培風館 2015年

203 心理統計 ２ 現代心理学シリ－ズ １哲学 培風館 2015年

204 心理学研究法  放送大学教材 １哲学 大野木裕明　渡辺直登 放送大学教育振興会 2014年

205 心理統計法  放送大学教材 １哲学 豊田秀樹 放送大学教育振興会 2017年

206 なるほど！心理学調査法  心理学ベ－シック １哲学 三浦麻子　大竹恵子 北大路書房 2017年

207 なるほど！心理学研究法  心理学ベ－シック １哲学 三浦　麻子 北大路書房 2017年

208 なるほど！心理学実験法  心理学ベ－シック １哲学 三浦麻子　佐藤暢哉 北大路書房 2017年

209 なるほど！心理学面接法  心理学ベ－シック １哲学 三浦麻子　米山直樹 北大路書房 2018年

210 Ｒによる心理学研究法入門 １哲学 山田剛史 北大路書房 2015年

211
本当にわかりやすいすごく大切なことが書いてあるちょっと進んだ心に関わる統計的
研究 １

１哲学 吉田寿夫 北大路書房 2018年

212
本当にわかりやすいすごく大切なことが書いてあるちょっと進んだ心に関わる統計的
研究 ２

１哲学 吉田寿夫 北大路書房 2018年

213
本当にわかりやすいすごく大切なことが書いてあるちょっと進んだ心に関わる統計的
研究 ３

１哲学 吉田寿夫 北大路書房 2018年

214 心理学研究法  有斐閣アルマ １哲学 高野陽太郎　岡隆 有斐閣 2017年

215 心理統計学の基礎 続 有斐閣アルマ １哲学 南風原朝和 有斐閣 2014年

216 心理調査の基礎 １哲学 日本心理学会　サトウタツヤ 有斐閣 2017年

217 はじめよう実験心理学 １哲学 実吉綾子　前原吾朗 勁草書房 2015年

218 心理学デ－タ分析と測定 １哲学 岡本安晴 勁草書房 2014年

219 数学が苦手でもわかる心理統計法入門 １哲学 芝田征司 サイエンス社 2017年

220 心理学基礎実験を学ぶ １哲学 大和田智文　鈴木公啓 北樹出版 2016年

221 やさしく学べる心理統計法入門 １哲学 鈴木公啓 ナカニシヤ出版 2018年

222 臨床現場で活かす！よくわかるＭＭＰＩハンドブック　基礎編 １哲学 日本臨床ＭＭＰＩ研究会　野呂浩史 金剛出版 2018年

223 Ｒでらくらく心理統計 １哲学 小杉考司 講談社 2019年

224 ウォ－ムアップ心理統計 １哲学 村井潤一郎　柏木惠子 東京大学出版会 2018年

225 バウムテスト入門 １哲学 岸本寛史 誠信書房 2015年

226 知ってるつもり　無知の科学 １哲学
スティ－ブン・スロ－マン　フィリップ・
ファ－ンバック

早川書房 2018年

227 生理心理学  コンパクト新心理学ライブラリ １哲学 岡田隆（心理学）　廣中直行 サイエンス社 2015年

228 人工知能を超える人間の強みとは １哲学 奈良潤 技術評論社 2017年
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229 生理心理学  放送大学教材 １哲学 岡田隆（トレ－ニング科学） 放送大学教育振興会 2018年

230 感覚・知覚心理学  シリ－ズ心理学と仕事 １哲学 太田信夫　行場次郎 北大路書房 2018年

231 感性学 １哲学 栗原隆 東北大学出版会 2014年

232 音の世界の心理学 １哲学 重野純 ナカニシヤ出版 2014年

233 触覚の心理学 １哲学 田﨑權一 ナカニシヤ出版 2017年

234 身体とアフォ－ダンス  新・身体とシステム １哲学 染谷昌義　細田直哉 金子書房 2018年

235 学習心理学  シリ－ズ心理学と仕事 １哲学 太田信夫　中條和光 北大路書房 2018年

236 スタンダ－ド認知心理学  ライブラリスタンダ－ド心理学 １哲学 原田悦子 サイエンス社 2015年

237 認知と思考の心理学  ライブラリ心理学を学ぶ １哲学 松尾太加志 サイエンス社 2018年

238 認知心理学の視点  心について考えるための心理学ライブラリ １哲学 犬塚美輪 サイエンス社 2018年

239 ブラウザでできる基礎・認知心理学実験演習 １哲学 水野りか　松井孝雄 ナカニシヤ出版 2014年

240 よくわかる認知発達とその支援  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ １哲学 子安増生 ミネルヴァ書房 2016年

241 天才児のための論理思考入門 １哲学 三浦俊彦 河出書房新社 2015年

242 インタラクションの認知科学  「認知科学のススメ」シリ－ズ １哲学 日本認知科学会　今井倫太 新曜社 2018年

243 はじめての認知科学  「認知科学のススメ」シリ－ズ １哲学 内村直之　植田一博 新曜社 2016年

244 意識的な行動の無意識的な理由 １哲学 越智啓太 創元社 2018年

245 レジリエンスの教科書 １哲学
カレン・ライビッチ　アンドリュ－・シャテ
－

草思社 2015年

246 教養としての認知科学 １哲学 鈴木宏昭 東京大学出版会 2016年

247 認知発達研究の理論と方法 １哲学 矢野喜夫　岩田純一 金子書房 2016年

248 心の論理 １哲学 晃洋書房 2016年

249 よくわかる情動発達  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ １哲学 遠藤利彦　石井佑可子 ミネルヴァ書房 2014年

250 コワイの認知科学  「認知科学のススメ」シリ－ズ １哲学 川合伸幸　内村直之 新曜社 2016年

251 自己制御の発達と支援  シリ－ズ支援のための発達心理学 １哲学 本郷一夫　森口佑介 金子書房 2018年

252 意思決定の心理学  講談社選書メチエ １哲学 阿部修士 講談社 2017年

253 意思決定論 １哲学 小山和伸 白桃書房 2014年

254 環境心理学の視点  心について考えるための心理学ライブラリ １哲学 芝田征司 サイエンス社 2016年

255 スタンダ－ド自己心理学・パ－ソナリティ心理学  ライブラリスタンダ－ド心理学 １哲学 松井豊　桜井茂男 サイエンス社 2015年

256 アイデンティティ研究ハンドブック １哲学 宮下一博　谷冬彦 ナカニシヤ出版 2014年

257 自尊感情の心理学 １哲学 中間玲子 金子書房 2016年

258 人格系と発達系  講談社選書メチエ １哲学 老松克博 講談社 2014年

259 性格は変えられる  アドラ－心理学を語る １哲学 野田俊作 創元社 2016年

260 人格心理学  放送大学教材 １哲学 大山泰宏 放送大学教育振興会 2015年

261 クロニンジャ－のパ－ソナリティ理論入門 １哲学 木島伸彦 北大路書房 2014年

262 自尊感情革命 １哲学 山崎勝之 福村出版 2017年

263 パ－ソナリティ心理学入門 １哲学 鈴木公啓　荒川歩 ナカニシヤ出版 2018年

264 自己心理学セミナ－ １哲学 金築智美 勁草書房 2018年

265 パ－ソナリティと感情の心理学  ライブラリ心理学を学ぶ １哲学 島義弘 サイエンス社 2017年

266 パ－ソナリティ心理学  心理学の世界 １哲学 杉山憲司　松田英子 培風館 2016年

267 Ｐｒｏｇｒｅｓｓ　＆　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎパ－ソナリティ心理学  Ｐｒｏｇｒｅｓｓ　＆　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ １哲学 小塩真司 サイエンス社 2014年

268 発達の心理  コンパクト新心理学ライブラリ １哲学 内田伸子 サイエンス社 2017年

269 発達と老いの心理学  ライブラリ心理学を学ぶ １哲学 藤田文 サイエンス社 2017年

270 社会・情動発達とその支援  講座・臨床発達心理学 １哲学
臨床発達心理士認定運営機構　近藤清
美

ミネルヴァ書房 2017年

271 認知発達とその支援  講座・臨床発達心理学 １哲学
臨床発達心理士認定運営機構　本郷一
夫

ミネルヴァ書房 2018年

272 臨床発達支援の専門性  講座・臨床発達心理学 １哲学
臨床発達心理士認定運営機構　西本絹
子

ミネルヴァ書房 2018年
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273 個のダイナミクス  新・身体とシステム １哲学 山本尚樹 金子書房 2016年

274 こころが育つ環境をつくる １哲学 子安増生　仲真紀子 新曜社 2014年

275 ベ－シック発達心理学 １哲学 開一夫　齋藤慈子 東京大学出版会 2018年

276 発達心理学  心理学の世界 １哲学 無藤隆　若本純子 培風館 2014年

277 生涯発達心理学  有斐閣アルマ １哲学 鈴木忠　飯牟礼悦子 有斐閣 2016年

278 人間関係の生涯発達心理学 １哲学 大藪泰　林もも子 丸善出版 2014年

279 発達心理学 １哲学 長谷川真里 北樹出版 2014年

280 こころと人生 １哲学 中島俊介 ナカニシヤ出版 2017年

281 発達心理学の新しいパラダイム １哲学 ヴァスデヴィ・レディ　松沢哲郎 中山人間科学振興財団 2017年

282 発達心理学をアクティブに学ぶ １哲学 山本真由美　金西計英 北大路書房 2017年

283 生命の発達学 １哲学 秋山道彦 新曜社 2019年

284 発達心理学のこころを学ぶ １哲学 福村出版 2016年

285 問いからはじめる発達心理学  有斐閣ストゥディア １哲学 坂上裕子　山口智子（臨床心理学） 有斐閣 2014年

286 子どもは善悪をどのように理解するのか？ １哲学 長谷川真里 ちとせプレス 2018年

287 心理学で文学を読む １哲学 山岸明子 新曜社 2015年

288 生涯発達心理学１５講 １哲学 高橋一公　中川佳子 北大路書房 2014年

289 発達科学の先人たち  放送大学教材 １哲学 岩永雅也　星薫 放送大学教育振興会 2016年

290 実践研究の理論と方法  シリ－ズ支援のための発達心理学 １哲学 本郷一夫 金子書房 2018年

291 発達心理学のための統計学  心理学のための統計学 １哲学 宇佐美慧　荘島宏二郎 誠信書房 2015年

292 臨床発達心理士わかりやすい資格案内 １哲学 臨床発達心理士認定運営機構 金子書房 2017年

293 老年期女性の心的世界 １哲学 西尾ゆう子 誠信書房 2018年

294 女ごころの発達臨床心理学 １哲学 長尾博 福村出版 2016年

295 高齢者心理学  シリ－ズ心理学と仕事 １哲学 太田信夫　佐藤眞一（心理学） 北大路書房 2018年

296 老いのこころ  有斐閣アルマ １哲学 佐藤眞一（心理学）　高山緑 有斐閣 2014年

297 謎解き錯視傑作１３５選 １哲学 ジャンニ・Ａ．サルコ－ネ　北川玲 創元社 2015年

298 錯視の科学  Ｂ＆Ｔブックス １哲学 北岡明佳 日刊工業新聞社 2017年

299 フランス精神分析における境界性の問題 １哲学 ジャック・アンドレ　ジャック・アンドレ 星和書店 2015年

300 メディアから読み解く臨床心理学  テキストライブラリ心理学のポテンシャル １哲学 横田正夫 サイエンス社 2016年

301 絶対役立つ臨床心理学 １哲学 串崎真志　藤田哲也 ミネルヴァ書房 2016年

302 臨床心理学概論  公認心理師の基礎と実践 １哲学 野島一彦　岡村達也 遠見書房 2018年

303 心の専門家が出会う法律 １哲学 津川律子　元永拓郎 誠信書房 2016年

304 心理臨床の基礎  放送大学教材 １哲学 小野けい子 放送大学教育振興会 2014年

305 臨床心理学  シリ－ズ心理学と仕事 １哲学 太田信夫　高橋美保 北大路書房 2017年

306 対人援助における臨床心理学入門 １哲学 吉川悟 ミネルヴァ書房 2014年

307 心理臨床講義 １哲学 伊藤直文　村山正治 金剛出版 2015年

308 共感と自己愛の心理臨床 １哲学 安村直己 創元社 2016年

309 新はじめて学ぶメンタルヘルスと心理学 １哲学 吉武光世　窪内節子 学文社 2017年

310 心理臨床における多職種との連携と協働 １哲学 河野荘子　永田雅子 岩崎学術出版社 2015年

311 心理職による地域コンサルテ－ションとアウトリ－チの実践 １哲学 船越知行 金子書房 2016年

312 よくわかる臨床心理学 １哲学 山口創 川島書店 2016年

313 心理臨床とセラピストの人生 １哲学 大村哲夫　佐藤雅明 創元社 2015年

314 実践に役立つ臨床心理学 １哲学 塩崎尚美 北樹出版 2015年

315 総合臨床心理学原論 １哲学 斎藤清二 北大路書房 2018年

316 教育・保育・子育て支援のための発達臨床心理学 １哲学 伊藤恵子 文化書房博文社 2015年
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317 心理職・援助職のための法と臨床 １哲学 廣井亮一　中川利彦 有斐閣 2019年

318 新しいメンタルヘルスサ－ビス １哲学 元永拓郎 新興医学出版社 2010年

319 心の臨床 １哲学 熊倉伸宏 新興医学出版社 2014年

320 臨床心理学  心理学の世界 １哲学 鑪幹八郎　川畑直人 培風館 2009年

321 ネガティブ・ケイパビリティ答えの出ない事態に耐える力  朝日選書 １哲学 帚木蓬生 朝日新聞出版 2017年

322 心理臨床の視座の転換をめざして １哲学 倉戸ヨシヤ ナカニシヤ出版 2018年

323 臨床心理士・公認心理師まるごとガイド  まるごとガイドシリ－ズ １哲学 亀口憲治 ミネルヴァ書房 2016年

324 心理臨床の学び方 １哲学 井出智博　吉川麻衣子 創元社 2015年

325 事例研究の考え方と戦略 １哲学 山本力 創元社 2018年

326 事例検討会から学ぶ １哲学 成田善弘　渡邉素子 金剛出版 2018年

327 精神分析のとまどい １哲学 ジャック・デリダ　西宮かおり 岩波書店 2016年

328 精神分析の本質と方法  こころの臨床セミナ－ＢＯＯＫ １哲学 松木邦裕　藤山直樹 創元社 2015年

329 生い立ちと業績から学ぶ精神分析入門 １哲学 横川滋章　橋爪龍太郎 創元社 2015年

330 日常臨床に活かす精神分析 １哲学 祖父江典人　細澤仁 誠信書房 2017年

331 自閉スペクトラム症を抱える子どもたち １哲学 松本拓真 金剛出版 2017年

332 不確かさの精神分析 １哲学 富樫公一 誠信書房 2016年

333 精神分析が生まれるところ １哲学 富樫公一 岩崎学術出版社 2018年

334 精神分析的アプロ－チの理解と実践 １哲学 吾妻壮 岩崎学術出版社 2018年

335 精神分析たとえ話 １哲学 飛谷渉 誠信書房 2016年

336 心の援助にいかす精神分析の治療ポイント １哲学 平井孝男 創元社 2019年

337 動機づけ面接 下 １哲学
ウィリアム・Ｒ．ミラ－　ステファン・ロル
ニック

星和書店 2019年

338 新図説精神分析的面接入門 １哲学 前田重治 誠信書房 2014年

339 アセスメントの心理学  心理学の世界 １哲学 橋本忠行　佐々木玲仁 培風館 2015年

340 なるほど！　心理学観察法  心理学ベ－シック １哲学 三浦麻子　佐藤寛 北大路書房 2018年

341 面接技術としての心理アセスメント １哲学 津川律子 金剛出版 2018年

342 「臨床のこころ」を学ぶ心理アセスメントの実際 １哲学 高橋靖恵 金子書房 2014年

343 精神疾患とその治療 １哲学 三村將 医歯薬出版 2018年

344 みるみるわかる心理アセスメント １哲学 黒岩誠　高下梓 明星大学出版部 2015年

345 解決のための面接技法 １哲学
ピ－タ－・ディヤング　インス－・キム・
バ－グ

金剛出版 2016年

346 集団認知行動療法実践マニュアル １哲学 中島美鈴：奥村泰之 星和書店 2011年

347 生涯発達の中のカウンセリング ４ １哲学 サイエンス社 2014年

348 生涯発達の中のカウンセリング １ １哲学 サイエンス社 2015年

349 やさしく学ぶ認知行動療法 １哲学 長尾博 ナカニシヤ出版 2014年

350 交流分析にもとづくカウンセリング １哲学 倉成宣佳 ミネルヴァ書房 2015年

351 カウンセラ－は何を見ているか  シリ－ズケアをひらく １哲学 信田さよ子 医学書院 2014年

352 マインドフルネス＆スキ－マ療法 ＢＯＯＫ　１ １哲学 伊藤絵美 医学書院 2016年

353 マインドフルネス＆スキ－マ療法 ＢＯＯＫ　２ １哲学 伊藤絵美 医学書院 2016年

354 事例で学ぶアセスメントとマネジメント １哲学 湊真季子　岩倉拓 岩崎学術出版社 2014年

355 自信をもてない人のための心理学 １哲学 フレデリック・ファンジェ　高野優 紀伊國屋書店 2014年

356 心理療法の基本 １哲学 村瀬嘉代子　青木省三 金剛出版 2014年

357 認知行動療法実践レッスン １哲学 神村栄一 金剛出版 2014年

358 認知行動療法入門  臨床心理フロンティアシリ－ズ １哲学 下山晴彦　熊野宏昭 講談社 2017年

359 日本の心理療法 自我篇 １哲学 秋田巌　小川佳世子 新曜社 2016年

360 認知行動療法カウンセリング実践ワ－クショップ １哲学 伊藤絵美 星和書店 2015年
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361 震災後の親子を支える  心理学叢書 １哲学 安藤清志　松井豊 誠信書房 2016年

362 地域と職場で支える被災地支援  心理学叢書 １哲学 安藤清志　松井豊 誠信書房 2016年

363 シナリオで学ぶ心理専門職の連携・協働 １哲学 鶴光代　津川律子 誠信書房 2018年

364 子ども虐待への心理臨床 １哲学 海野千畝子 誠信書房 2015年

365 新しいカウンセリングの技法 １哲学 諸富祥彦 誠信書房 2014年

366 グル－プと瞑想  アドラ－心理学を語る １哲学 野田俊作 創元社 2016年

367 勇気づけの方法  アドラ－心理学を語る １哲学 野田俊作 創元社 2017年

368 高齢者の心理臨床  箱庭療法学モノグラフ １哲学 北山純 創元社 2018年

369 Ｑ＆Ａで学ぶ心理療法の考え方・進め方 １哲学 竹内健児 創元社 2015年

370 カウンセリングを受けたいと思ったらＱ＆Ａ １哲学 上地安昭 創元社 2015年

371 プロカウンセラ－の共感の技術 １哲学 杉原保史 創元社 2015年

372 マインドフル・フォ－カシング １哲学 デヴィッド・Ｉ．ロ－ム　日笠摩子 創元社 2016年

373 ロ－ルプレイによるカウンセリング訓練のかんどころ １哲学 氏原寛　藤田博康 創元社 2014年

374 心理面接の教科書 １哲学 アンソニ・チャ－ルズ・スト－　吉田圭吾 創元社 2015年

375 幸福になりたいなら幸福になろうとしてはいけない １哲学 ラス・ハリス　岩下慶一 筑摩書房 2015年

376 虐待・ＤＶ・トラウマにさらされた親子への支援 １哲学
アリシア・Ｆ．リ－バ－マン　シャンドラ・
ミチコ・ゴッシュ・イッペン

日本評論社 2016年

377 子どもの感情コントロ－ルと心理臨床 １哲学 大河原美似 日本評論社 2015年

378 乳幼児・児童の心理臨床  放送大学教材 １哲学 小林真理子　塩崎尚美 放送大学教育振興会 2017年

379 認知行動療法  放送大学教材 １哲学 下山晴彦　神村栄一 放送大学教育振興会 2014年

380 ＳＮＳカウンセリング入門 １哲学 杉原保史　宮田智基 北大路書房 2018年

381 ＩＣＴ社会の人間関係と心理臨床 １哲学 小川憲治　織田孝裕 川島書店 2018年

382 対人援助職のためのリスニング １哲学 中島暢美 ナカニシヤ出版 2014年

383 援助要請のカウンセリング １哲学 本田真大 金子書房 2015年

384 臨床動作法 １哲学 成瀬悟策 誠信書房 2016年

385 基礎から学ぶ心理療法 １哲学 矢澤美香子 ナカニシヤ出版 2018年

386 基礎から学ぶ動作法 １哲学 九州大学総合臨床心理センタ－ ナカニシヤ出版 2015年

387 心理療法の実践 １哲学 カ－ル・グスタフ・ユング　横山博 みすず書房 2018年

388 こころをつなぐミュ－ジックセラピ－ １哲学 稲田雅美 ミネルヴァ書房 2016年

389 カウンセリング実践の土台づくり １哲学 吉良安之 岩崎学術出版社 2015年

390 精神分析の学びと深まり １哲学 平井正三 岩崎学術出版社 2014年

391 カウンセリングテクニック入門 １哲学 岩壁茂 金剛出版 2018年

392 子どもの精神分析的心理療法の経験 １哲学 平井正三 金剛出版 2015年

393 子どもの怒りに対する認知行動療法ワ－クブック １哲学
デニス・Ｇ．スコドルスキ－　ロ－レンス・
スケイヒル

金剛出版 2015年

394 心理療法における言葉と転機 １哲学 山尾陽子 金剛出版 2015年

395 カウンセラ－のためのパフォ－マンス学 １哲学 佐藤綾子（パフォ－マンス学） 金子書房 2015年

396 キ－ワ－ドカウンセリングと心理アセスメント １哲学 滝本孝雄 金子書房 2014年

397 援助要請と被援助志向性の心理学 １哲学 永井智　本田真大 金子書房 2017年

398 カウンセリングは専門職である １哲学 氏原寛 人文書院 2014年

399 子どもの精神分析的心理療法の基本 １哲学 鵜飼奈津子 誠信書房 2017年

400 「自分らしさ」を認めるＰＣＡグル－プ入門 １哲学 村山正治 創元社 2014年

401 セラピストのためのエクスポ－ジャ－療法ガイドブック １哲学 ティモシ－・Ａ．サイズモア　坂井誠 創元社 2015年

402 心理療法の未来 １哲学 田中康裕 創元社 2017年

403 ミッション・カウンセリング １哲学 菅野泰蔵 日本評論社 2015年

404 緊急支援のアウトリ－チ １哲学 小澤康司　中垣真通 遠見書房 2017年
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405 ワ－ク・ディスカッション １哲学
マ－ガレット・ラスティン　ジョナサン・ブ
ラッドリ－

岩崎学術出版社 2015年

406 こころに寄り添う災害支援 １哲学 日本臨床心理士会　奥村茉莉子 金剛出版 2017年

407 高齢者のマインドフルネス認知療法 １哲学 黒川由紀子　フォ－ク阿部まり子 誠信書房 2018年

408 心理学的支援法 １哲学 末武康弘 誠信書房 2018年

409 自己実現と心理療法 １哲学 渡辺雄三 創元社 2015年

410 心理療法のポイント １哲学 藤山直樹　大森智恵 創元社 2018年

411 公認心理師養成のための保健・医療系実習ガイドブック １哲学 鈴木伸一　田中恒彦 北大路書房 2018年

412 公認心理師エッセンシャルズ １哲学 子安増生　丹野義彦 有斐閣 2019年

413 〈前向きな諦め〉を促すインタ－ネット認知行動療法 １哲学 下山晴彦　菅沼慎一郎 ミネルヴァ書房 2018年

414 ディスコ－スとしての心理療法 １哲学 児島達美 遠見書房 2016年

415 やさしいトランス療法 １哲学 中島央 遠見書房 2018年

416 心理臨床における遊び １哲学 弘中正美 遠見書房 2016年

417 精神力動的サイコセラピ－入門 １哲学
セ－ラ・フェルス・アッシャ－　岡野憲一
郎

岩崎学術出版社 2018年

418 心的交流の起こる場所 １哲学 上田勝久 金剛出版 2018年

419 心理カウンセリング実践ガイドブック １哲学 福島脩美 金子書房 2017年

420 ウェルビ－イング療法 １哲学 ジョバンニ・Ａ．ファヴァ　堀越勝 星和書店 2018年

421 知的障碍をもつ人への心理療法 １哲学 中島由宇 日本評論社 2018年

422 マインドフルネス認知療法ワ－クブック １哲学
ジョン・ティ－ズデ－ル　マ－ク・ウィリア
ムズ

北大路書房 2018年

423 ケ－スに学ぶ心理学 １哲学 島田凉子　筒井末春 新興医学出版社 2016年

424 音楽療法を知る １哲学 宮本啓子　二俣泉 杏林書院 2014年

425 音楽療法士サバイバル・ブック １哲学 二俣泉 杏林書院 2015年

426 ケ－スに学ぶ音楽療法 １ １哲学 阪上正巳　岡崎香奈 岩崎学術出版社 2017年

427 ケ－スに学ぶ音楽療法 ２ １哲学 阪上正巳　岡崎香奈 岩崎学術出版社 2017年

428 治療的音楽活動のススメ １哲学 山崎郁子 協同医書出版社 2011年

429 はじめてまなぶ行動療法 １哲学 三田村仰 金剛出版 2017年

430 遊びからみえる子どものこころ １哲学 日本遊戯療法学会 日本評論社 2014年

431 臨床アドラ－心理学のすすめ １哲学 八巻秀　深沢孝之 遠見書房 2017年

432 暮らしの中のカウンセリング入門 １哲学 神戸松蔭女子学院大学 北大路書房 2016年

433 病院で働く心理職 １哲学
野村れいか　国立病院機構全国心理療
法士協議会

日本評論社 2017年

434 「共倒れ」社会を超えて  筑摩選書 １哲学 野崎泰伸 筑摩書房 2015年

435 傍らにあること  筑摩選書 １哲学 池上哲司 筑摩書房 2014年

436 ロボットからの倫理学入門 １哲学 久木田水生　神崎宣次 名古屋大学出版会 2017年

437 新編大学生のための道徳教科書 １哲学 麗澤大学道徳科学教育センタ－ 麗澤大学出版会 2018年

438 災害支援ハンドブック １哲学 宗教者災害支援連絡会　蓑輪顕量 春秋社 2016年

439 ＣＤ－ＲＯＭ付　ゼロからわかる事業計画書の作り方 １哲学 井口嘉則
日本能率協会マネジメン
トセンター

2009年

440 実例でわかる事業計画書の書き方・まとめ方 １哲学 田中正志他 ぱる出版 2009年

441 アイゼンク教授の心理学ハンドブック １哲学 ナカニシヤ出版 2008年

442 ロジャーズ　クライエント中心療法 １哲学 佐治守夫ほか 有斐閣新書 2011年

443 伊藤絵美の認知行動療法入門講義　上 １哲学 伊藤絵美 公益財団法人　矯正協会 2016年

444 伊藤絵美の認知行動療法入門講義　下 １哲学 伊藤絵美 公益財団法人　矯正協会 2016年

445 家族評価　ボーエンによる家族探求の旅 １哲学 マイケル・カーほか 金剛出版 2001年

446 森田療法を学ぶ　最新技法と治療の進め方 １哲学 金剛出版 2014年

447 心理学を学ぶまえに読む本  テキストライブラリ心理学のポテンシャル １哲学 羽生和紀 サイエンス社 2015年

448 心理学って何だろうか？  心理学叢書 １哲学 日本心理学会　楠見孝 誠信書房 2018年
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449 心理学の神話をめぐって  心理学叢書 １哲学 日本心理学会　邑本俊亮 誠信書房 2017年

450 実践的な心理学の学びかた １哲学 大橋靖史　神信人 ナカニシヤ出版 2016年

451 自閉症過去・現在・未来 １哲学 日本自閉症協会 ジア－ス教育新社 2019年

452 基礎としての精神病理学 １哲学 マルクス・イェ－ガ－　木谷知一 星和書店 2019年

453 心理学の視点  心について考えるための心理学ライブラリ １哲学 村井潤一郎 サイエンス社 2015年

454 図説教養心理学 １哲学 金敷大之　森田泰介 ナカニシヤ出版 2016年

455 心理学概論  公認心理師の基礎と実践 １哲学 繁桝算男　野島一彦 遠見書房 2018年

456 アドラ－“実践”講義幸せに生きる  知の扉シリ－ズ １哲学 向後千春 技術評論社 2015年

457 心理学  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ １哲学 和田万紀 弘文堂 2017年

458 １０代からの心理学図鑑 １哲学
マ－カス・ウィ－クス　ジョン・ミルディン
ホ－ル

三省堂 2015年

459 心理学の基礎 １哲学 今田寛　宮田洋 培風館 2016年

460 図説現代心理学入門 １哲学 山上精次　藤岡新治 培風館 2016年

461 心理学概論  放送大学教材 １哲学 森津太子　向田久美子 放送大学教育振興会 2018年

462 シリ－ズ心理学と仕事 ５ １哲学 太田信夫 北大路書房 2017年

463 ゼロからはじめる心理学・入門  有斐閣ストゥディア １哲学 金沢創　市川寛子 有斐閣 2015年

464 対人援助と心のケアに活かす心理学  有斐閣ストゥディア １哲学 鈴木伸一　伊藤大輔 有斐閣 2017年

465 ことわざと心理学 １哲学 今田寛 有斐閣 2015年

466 心理学  アカデミックナビ １哲学 子安増生 勁草書房 2016年

467 Ｑ＆Ａ心理学入門 １哲学 兵藤宗吉　野内類 ナカニシヤ出版 2015年

468 テキスト心理学 １哲学 大石史博 ナカニシヤ出版 2015年

469 心理学概論 １哲学 向井希宏　水野邦夫 ナカニシヤ出版 2016年

470 入門心理学 １哲学 水原幸夫 ナカニシヤ出版 2016年

471 心理学 １哲学 山村豊　高橋一公 医学書院 2017年

472 心理学の基礎 １哲学 山田一成　谷口明子 八千代出版 2014年

473 心理アセスメント  心の専門家養成講座 １哲学 森田美弥子　松本真理子 ナカニシヤ出版 2018年

474 災害その記録と記憶 ２歴史 専修大学人文科学研究所 専修大学出版局 2018年

475 「もしもあの時」の社会学  筑摩選書 ２歴史 赤上裕幸 筑摩書房 2018年

476 日本人は大災害をどう乗り越えたのか  朝日選書 ２歴史 文化庁 朝日新聞出版 2017年

477 世界を変える知的障害者 ２歴史 ジョン・マクレ－　長瀬修 現代書館 2016年

478 マ－ケティングと共に ２歴史 フィリップ・コトラ－　田中陽 日本経済新聞出版社 2014年

479 地域分析ハンドブック ２歴史 半澤誠司　武者忠彦 ナカニシヤ出版 2015年

480 グロ－バリゼ－ション  シリ－ズ地誌トピックス ２歴史 矢ケ﨑典隆　山下清海 朝倉書店 2018年

481 ロ－カリゼ－ション  シリ－ズ地誌トピックス ２歴史 矢ケ﨑典隆　菊地俊夫 朝倉書店 2018年

482 テキスト都市地理学 ２歴史 藤本典嗣 中央経済社 2017年

483 世界の都市体系研究 ２歴史 阿部和俊 古今書院 2015年

484 日常を探検に変える ２歴史 トリスタン・グ－リ－　屋代通子 紀伊國屋書店 2016年

485 美しい色の町なみ ２歴史 淡野明彦 エクスナレッジ 2017年

486 地図で見る日本ハンドブック ２歴史 レミ・スコシマロ　神田順子 原書房 2018年

487 英語で伝える日本の文化・観光・世界遺産 ２歴史 山口百々男　牧野眞一 三修社 2015年

488 図説日本の都市問題 ２歴史 藤塚吉浩　高柳長直 古今書院 2016年

489 １歩前からはじめる「統計」の読み方・考え方 ３社会科学 神林博史 ミネルヴァ書房 2016年

490 ゼロからはじめる統計モデリング ３社会科学 堀裕亮 ナカニシヤ出版 2017年

491 世界の核被災地で起きたこと ３社会科学 Ｆ．ピアス著　多賀谷正子　他訳 原書房 2019年

492 グロ－バリズムと公共政策の責任 第１巻 ３社会科学 星野俊也　大槻恒裕 大阪大学出版会 2016年
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493 グロ－バリズムと公共政策の責任 第２巻 ３社会科学 星野俊也　大槻恒裕 大阪大学出版会 2018年

494 公共政策入門 ３社会科学 伊藤隆敏 日本評論社 2017年

495 公共政策学の基礎  有斐閣ブックス ３社会科学 秋吉貴雄　伊藤修一郎 有斐閣 2015年

496 公共政策学 ３社会科学 石橋章市朗　佐野亘 ミネルヴァ書房 2018年

497 行動公共政策 ３社会科学 経済協力開発機構　齋藤長行 明石書店 2016年

498 新グロ－バル公共政策 ３社会科学 庄司真理子　宮脇昇 晃洋書房 2016年

499 グロ－バルな公共倫理とソ－シャル・イノベ－ション ３社会科学 大阪大学大学院国際公共政策研究科 金子書房 2018年

500 政策力の基礎 ３社会科学 永松俊雄 成文堂 2016年

501 公共政策の文脈 ３社会科学 武智秀之 中央大学出版部 2018年

502 アクションリサ－チ・イン・アクション ３社会科学 矢守克也 新曜社 2018年

503 現代社会用語集 ３社会科学 入江公康 新評論 2018年

504 社会科学系論文の書き方 ３社会科学 明石芳彦 ミネルヴァ書房 2018年

505 ＳＡＧＥ質的研究キット ６ ３社会科学 グラハム・Ｒ・ギブス　砂上史子 新曜社 2017年

506 質的テキスト分析法 ３社会科学 ウド・クカ－ツ　佐藤郁哉 新曜社 2018年

507 「論文を書く」ということ ３社会科学 小磯明 御茶の水書房 2014年

508 論文作成ガイド ３社会科学 應和邦昭 東京農業大学出版会 2018年

509 ワ－クブック国際関係論 ３社会科学 小田桐確　長谷川晋 ナカニシヤ出版 2018年

510 日本の安全保障 ３社会科学 下平拓哉 成文堂 2018年

511 政治学 ３社会科学 新川敏光　大西裕 有斐閣 2017年

512 はじめての政治学〔第２版〕 ３社会科学 佐藤　史郎　上野　友也 法律文化社 2017年

513 国家の歴史社会学 ３社会科学
ベルトラン・バディ　ピエ－ル・ビルンボ
－ム

吉田書店 2015年

514 原理から考える政治学 ３社会科学 出原政雄　長谷川一年 法律文化社 2016年

515 現代政治学の世界 ３社会科学 星野智 晃洋書房 2016年

516 政治学基本講義 ３社会科学 河田潤一 法律文化社 2015年

517 ダイバ－シティ時代の行政学 ３社会科学 県公一郎　藤井浩司 早稲田大学出版部 2016年

518 テキストブック政府経営論 ３社会科学 ヤン＝エリック・レ－ン　稲継裕昭 勁草書房 2017年

519 現代行政学とガバナンス研究 ３社会科学 堀雅晴 東信堂 2017年

520 行政と地方自治の現在 ３社会科学 土岐寛 北樹出版 2015年

521 行政学 ３社会科学 原田久 法律文化社 2016年

522 入門・安全と情報 ３社会科学 山本龍彦　横大道聡 成文堂 2015年

523 社会安全政策論 ３社会科学 警察政策学会 立花書房 2018年

524 必携救急観察処置スキルマニュアル ３社会科学 安田康晴 ぱ－そん書房 2017年

525 「攻めの救急医療」１５分ル－ルをめざして  へるす出版新書 ３社会科学 益子邦洋 へるす出版 2010年

526 コミュニケ－ションと問診  救急現場活動シリ－ズ ３社会科学 安田康晴 へるす出版 2015年

527 リ－ダ－シップと救急隊長の役割  救急現場活動シリ－ズ ３社会科学 竹井豊　安田康晴 へるす出版 2016年

528 特定行為  救急現場活動シリ－ズ ３社会科学 安田康晴　畑中哲生 へるす出版 2015年

529 新解釈わかりやすい救急救命士法 ３社会科学 病院前救護統括体制認定機構 へるす出版 2018年

530 あなたは救命されるのか  へるす出版新書 ３社会科学 小浜啓次 へるす出版事業部 2009年

531 スクリプトで学ぶ救急活動プロトコ－ル ３社会科学 池上敬一 真興交易医書出版部 2016年

532 救急活動シミュレ－ション学習 ３社会科学 池上敬一　前田淳一 真興交易医書出版部 2016年

533 ＭＣＬＳ－ＣＢＲＮＥテキスト ３社会科学 日本集団災害医学会　大友康裕 ぱ－そん書房 2017年

534 改訂第２版　ＪＰＴＥＣインストラクタ－テキスト ３社会科学 へるす出版 2017年

535 救急医療における終末期医療に関する提言（ガイドライン） ３社会科学 日本救急医学会 へるす出版 2010年

536 感染防止対策と個人防護  救急現場活動シリ－ズ ３社会科学 安田康晴 へるす出版 2014年
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537 傷病者の搬送と移乗  救急現場活動シリ－ズ ３社会科学 安田康晴 へるす出版 2014年

538 インタ－ネットと地域  ：シリ－ズ　２１世紀の地域 ３社会科学 荒井良雄　箸本健二 ナカニシヤ出版 2015年

539 ロ－カル・ガバナンスと地域  シリ－ズ●２１世紀の地域 ３社会科学 佐藤正志　前田洋介 ナカニシヤ出版 2017年

540 一番やさしい地方自治の本 ３社会科学 平谷英明 学陽書房 2015年

541 図解よくわかる地方自治のしくみ ３社会科学 今井照 学陽書房 2017年

542 先進事例から学ぶ成功する公共施設マネジメント ３社会科学 南学 学陽書房 2016年

543 地方自治論  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 福島康仁 弘文堂 2018年

544 戦後自治制度の形成  放送大学叢書 ３社会科学 天川晃 左右社 2017年

545 公共経営学入門 ３社会科学 松永佳甫 大阪大学出版会 2015年

546 地方自治  ホ－ンブック ３社会科学 礒崎初仁　金井利之 北樹出版 2014年

547 地方自治法  ホ－ンブック ３社会科学 人見剛　須藤陽子 北樹出版 2015年

548 地方自治論  有斐閣ストゥディア ３社会科学 北村亘　青木栄一 有斐閣 2017年

549 地方自治法概説 ３社会科学 宇賀克也 有斐閣 2017年

550 ２０４０年自治体の未来はこう変わる！ ３社会科学 今井照 学陽書房 2018年

551 地域政策の経済学 ３社会科学 林宜嗣　山鹿久木 日本評論社 2018年

552 現代地方自治論 ３社会科学 橋本行史 ミネルヴァ書房 2017年

553 政策実施の理論と実像 ３社会科学 真山達志 ミネルヴァ書房 2016年

554 地方自治法基本解説 ３社会科学 川﨑政司 法学書院 2018年

555 公共施設等運営権 ３社会科学 植田和男　内藤滋 金融財政事情研究会 2015年

556 だれが地域を救えるのか ３社会科学 島田恵司 公人の友社 2015年

557 生活者のための地域マネジメント入門 ３社会科学 朝日ちさと　堀江典子 昭和堂（京都） 2018年

558 危機と地方自治 ３社会科学 中村祐司 成文堂 2016年

559 ロ－カル・ガバナンスとデモクラシ－ ３社会科学 石田徹（政治学）　伊藤恭彦 法律文化社 2016年

560 自治体政策への提言 ３社会科学 今川晃 北樹出版 2016年

561 地方創生２０の提言 ３社会科学 林宜嗣　中村欣央 関西学院大学出版会 2018年

562 自治体経営のイノベ－ション ３社会科学 ＰｗＣあらた有限責任監査法人 関西大学出版部 2018年

563 自治力の挑戦 ３社会科学 北村喜宣 公職研 2018年

564 いまから始める地方自治 ３社会科学 上田道明 法律文化社 2018年

565 はじめて学ぶ地方自治法 ３社会科学 吉田勉（法学） 学陽書房 2014年

566 地方自治法入門 ３社会科学 駒林良則　佐伯彰洋 成文堂 2016年

567 基礎自治体マネジメント概論 ３社会科学 西川太一郎　藁谷友紀 三省堂 2018年

568 地域自治の行政法 ３社会科学 兼子仁 北樹出版 2017年

569 自治体若者政策・愛知県新城市の挑戦  市民力ライブラリ－ ３社会科学 松下啓一　穂積亮次 萌書房 2017年

570 最新地図で読む世界情勢 ３社会科学
ジャン・クリストフ・ヴィクトル　ドミニク・フ
シャ－ル

ＣＣＣメディアハウス 2015年

571 国際関係論  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 佐渡友哲　信夫隆司 弘文堂 2018年

572 国際紛争を読み解く五つの視座  講談社選書メチエ ３社会科学 篠田英朗 講談社 2015年

573 新世界秩序 ３社会科学 ジャック・アタリ　山本規雄 作品社 2018年

574 「文明の衝突」はなぜ起きたのか  犀の教室　Ｌｉｂｅｒａｌ　Ａｒｔｓ　Ｌａｂ ３社会科学 薬師院仁志 晶文社 2017年

575 「ポスト・グロ－バル時代」の地政学  新潮選書 ３社会科学 杉田弘毅 新潮社 2017年

576 私たちの国際学の「学び」 ３社会科学 奥田孝晴　椎野信雄 新評論 2015年

577 紛争解決学入門  ＡＳシリ－ズ ３社会科学 上杉勇司　長谷川晋 大学教育出版 2016年

578 国際共生とは何か  国際共生研究所叢書 ３社会科学 黒沢満 東信堂 2014年

579 対立の世紀 ３社会科学 イアン・ブレマ－　奥村準 日本経済新聞出版社 2018年

580 国際学入門 ３社会科学 佐島隆　佐藤史郎 法律文化社 2015年
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581 国際関係学 ３社会科学 滝田賢治　大芝亮 有信堂高文社 2017年

582 国際政治学をつかむ  Ｔｅｘｔｂｏｏｋｓ　ｔｓｕｋａｍｕ ３社会科学 村田晃嗣　君塚直隆 有斐閣 2015年

583 国際関係学講義 ３社会科学 原彬久 有斐閣 2016年

584 国際政治史 ３社会科学 小川浩之　板橋拓己 有斐閣 2018年

585 国際紛争 ３社会科学
ジョセフ・サミュエル・ナイ・ジュニア　デ
イヴィッド・Ａ・ウェルチ

有斐閣 2017年

586 国際関係理論  勁草テキスト・セレクション ３社会科学 吉川直人　野口和彦 勁草書房 2015年

587 世界正義の時代 ３社会科学 マリ－・ドゥリュ＝ベラ　林昌宏 吉田書店 2017年

588 世界はなぜ争うのか ３社会科学 福田康夫　ヘルム－ト・シュミット 朝倉書店 2016年

589 グロ－バル・ガバナンス論講義 ３社会科学 鈴木基史 東京大学出版会 2017年

590 国際地域学入門 ３社会科学 小谷一明　黒田俊郎 勉誠出版 2016年

591 外交とは何か ３社会科学 山田文比古 法律文化社 2015年

592 国際関係論へのファ－ストステップ ３社会科学 中村　都 法律文化社 2017年

593 国際地域学の展開 ３社会科学 山本吉宣　黒田俊郎 明石書店 2015年

594 米中露パワ－シフトと日本 ３社会科学 三船恵美 勁草書房 2017年

595 逆説の地政学 ３社会科学 上久保誠人 晃洋書房 2018年

596 国際交流のための現代プロトコ－ル ３社会科学 阿曽村智子 東信堂 2017年

597 国際関係の論点 ３社会科学 馬田啓一　小野田欣也 文眞堂 2015年

598 姉妹都市の挑戦 ３社会科学 毛受敏浩 明石書店 2018年

599 国際政治学の理論 ３社会科学 天野修司 はるかぜ書房 2018年

600 揺らぐ国際システムの中の日本 ３社会科学 柳田辰雄 東信堂 2017年

601 パワ－から読み解くグロ－バル・ガバナンス論 ３社会科学 大芝亮　秋山信将 有斐閣 2018年

602 グロ－バル政治経済のパズル ３社会科学 石黒馨 勁草書房 2019年

603 国際社会で働く ３社会科学 嘉治美佐子 ＮＴＴ出版 2014年

604 国際関係・安全保障用語辞典 ３社会科学 小笠原高雪　栗栖薫子 ミネルヴァ書房 2017年

605 リベラルｖｓ．力の政治 ３社会科学
ニ－アル・ファ－ガソン　ファリ－ド・ザカ
リア

東洋経済新報社 2018年

606 戦争と諜報外交  角川選書 ３社会科学 白石仁章 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

607 戦後日本外交  岩波現代全書 ３社会科学 栗山尚一 岩波書店 2016年

608 日本の針路 ３社会科学 藪中三十二 岩波書店 2015年

609 日本外交への直言 ３社会科学 河野洋平 岩波書店 2015年

610 資料で学ぶ日本政治外交史 ３社会科学 武田知己　鈴木宏尚 法律文化社 2017年

611 日本外交の論点 ３社会科学 佐藤史郎　川名晋史 法律文化社 2018年

612 アジアの国際関係  東洋英和女学院大学社会科学研究叢書 ３社会科学 福田保 春風社 2018年

613 アジアの地域共同  東アジア共同体シリ－ズ ３社会科学 羽場久美子 明石書店 2018年

614 アジアの地域協力  東アジア共同体シリ－ズ ３社会科学 羽場久美子 明石書店 2018年

615 ひと目でわかる六法入門 ３社会科学 高瀬文人 三省堂 2018年

616 デイリ－法学用語辞典 ３社会科学 三省堂 三省堂 2015年

617 基礎からわかる法令用語 ３社会科学 長野秀幸 学陽書房 2015年

618 新法令用語の常識 ３社会科学 吉田利宏 日本評論社 2014年

619 高校生からの法学入門 ３社会科学 中央大学 中央大学出版部 2016年

620 あなたは加害者？それとも被害者？ ３社会科学 あしのは法律事務所 関西大学出版部 2016年

621 法学ライティング ３社会科学 木山泰嗣 弘文堂 2015年

622 求められる法教育とは何か  ＳＨＩＮＺＡＮＳＨＡ　ＢＯＯＫＬＥＴ ３社会科学 加賀山茂 信山社出版 2018年

623 リ－ガル・リサ－チ ３社会科学 いしかわまりこ　藤井康子 日本評論社 2016年

624 リ－ガル・リサ－チ＆リポ－ト ３社会科学 田高寛貴　原田昌和 有斐閣 2015年
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625 法を学ぶ人のための文章作法 ３社会科学 井田良　佐渡島紗織 有斐閣 2016年

626 法律学習マニュアル ３社会科学 弥永真生 有斐閣 2016年

627 判例の読み方 ３社会科学 青木人志 有斐閣 2017年

628 災害復興法学 ２ ３社会科学 岡本正（弁護士） 慶応義塾大学出版会 2018年

629 プレップ法学を学ぶ前に  プレップシリ－ズ ３社会科学 道垣内弘人 弘文堂 2017年

630 法システム入門  ブリッジブックシリ－ズ ３社会科学 宮澤節生　武蔵勝宏 信山社出版 2018年

631 ひと味違う法学入門  信山社ブックス ３社会科学 阿部泰隆 信山社出版 2016年

632 プラクティス法学実践教室 １（法学・民法・刑法編） ３社会科学 高乗正臣　奥村文男 成文堂 2015年

633 プラクティス法学実践教室 ２（憲法編） ３社会科学 高乗正臣　奥村文男 成文堂 2017年

634 法学の誕生 ３社会科学 内田貴 筑摩書房 2018年

635 伊藤真の法学入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2017年

636 新法令解釈・作成の常識 ３社会科学 吉田利宏 日本評論社 2017年

637 法学入門  放送大学教材 ３社会科学 柳原正治 放送大学教育振興会 2018年

638 はじめての法律学  有斐閣アルマ ３社会科学 松井茂記　松宮孝明 有斐閣 2017年

639 法の世界へ  有斐閣アルマ ３社会科学 池田真朗　犬伏由子 有斐閣 2017年

640 法学入門  有斐閣ストゥディア ３社会科学 早川吉尚 有斐閣 2016年

641 法解釈入門 ３社会科学 山下純司　島田聡一郎 有斐閣 2018年

642 法学入門 ３社会科学 田中成明（法学） 有斐閣 2016年

643 現代実定法入門 ３社会科学 原田大樹 弘文堂 2017年

644 新入生のためのリ－ガル・トピック５０ ３社会科学 阿部昌樹　和田仁孝 法律文化社 2016年

645 ア－キテクチャと法 ３社会科学 松尾陽　稻谷龍彦 弘文堂 2017年

646 法学入門〈第２版〉 ３社会科学 永井　和之 中央経済社 2017年

647 高校から大学への法学 ３社会科学 君塚正臣 法律文化社 2016年

648 法学講義ノ－ト ３社会科学 霞信彦 慶応義塾大学出版会 2016年

649 アプロ－チ法学入門 ３社会科学 山川一陽　根田正樹 弘文堂 2017年

650 法律の条文解釈入門 ３社会科学 小室百合 信山社出版 2018年

651 大学生のための法学 ３社会科学 長沼建一郎 法律文化社 2018年

652 法学概論 ３社会科学 霞信彦　原禎嗣 慶応義塾大学出版会 2015年

653 法学ナビ ３社会科学 渡邊博己　右近潤一 北大路書房 2018年

654 誰のために法は生まれた ３社会科学 木庭顕 朝日出版社 2018年

655 法を学ぶパ－トナ－ ３社会科学 武藤眞朗　多田英明 成文堂 2017年

656 法哲学講義  筑摩選書 ３社会科学 森村進 筑摩書房 2015年

657 問いかける法哲学 ３社会科学 瀧川裕英 法律文化社 2016年

658 権利の哲学入門 ３社会科学 田上孝一 社会評論社 2017年

659 現代法哲学講義 ３社会科学 井上達夫 信山社出版 2018年

660 ロ－ルズ正義論入門 ３社会科学 森田浩之 論創社 2019年

661 法とは何か  河出ブックス ３社会科学 長谷部恭男 河出書房新社 2015年

662 法と社会科学をつなぐ ３社会科学 飯田高 有斐閣 2016年

663 共生の法社会学 ３社会科学 塩谷弘康　大橋憲広 法律文化社 2014年

664 比較法学入門  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 貝瀬幸雄 日本評論社 2019年

665 日本法史から何がみえるか ３社会科学 高谷知佳　小石川裕介 有斐閣 2018年

666 国家と対峙するイスラ－ム ３社会科学 塩崎悠輝 作品社 2016年

667 国際ビジネスのための英米法入門 ３社会科学 植田淳 法律文化社 2017年

668 緊急事態条項の何が問題か ３社会科学 関西学院大学災害復興制度研究所 岩波書店 2016年
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669 新解説世界憲法集 ３社会科学 初宿正典　辻村みよ子 三省堂 2017年

670 ベ－シックテキスト憲法 ３社会科学 君塚正臣　河野良継 法律文化社 2017年

671 立憲主義について  放送大学叢書 ３社会科学 佐藤幸治 左右社 2015年

672 ＡＩと憲法 ３社会科学 山本龍彦 日本経済新聞出版社 2018年

673 世界の人権保障 ３社会科学 中村睦男　佐々木雅寿 三省堂 2017年

674 憲法と民主主義の論じ方 ３社会科学 長谷部恭男　杉田敦 朝日新聞出版 2016年

675 ふたつの憲法と日本人  歴史文化ライブラリ－ ３社会科学 川口暁弘 吉川弘文館 2017年

676 歴史から読み解く日本国憲法 ３社会科学 倉持孝司 法律文化社 2017年

677 私にとっての憲法 ３社会科学 岩波書店 岩波書店 2017年

678 憲法  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 齋藤康輝　高畑英一郎 弘文堂 2017年

679 プレステップ憲法  Ｐｒｅ－ｓｔｅｐ ３社会科学 駒村圭吾 弘文堂 2018年

680 ピンポイント憲法  ＤＡＩＬＹ法学選書 ３社会科学 デイリ－法学選書編修委員会 三省堂 2018年

681 憲法  新・判例ハンドブック ３社会科学 高橋和之 日本評論社 2018年

682 伊藤真が問う日本国憲法の真意 ３社会科学 森英樹（憲法学）　水島朝穂 日本評論社 2015年

683 伊藤真の憲法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2017年

684 憲法 １ Ｌｅｇａｌ　ｑｕｅｓｔ ３社会科学 毛利透　小泉良幸 有斐閣 2017年

685 事例問題から考える憲法  法学教室ＬＩＢＲＡＲＹ ３社会科学 松本和彦（法学） 有斐閣 2018年

686 いちばんやさしい憲法入門  有斐閣アルマ ３社会科学 初宿正典　高橋正俊 有斐閣 2017年

687 トピックからはじめる統治制度 ３社会科学 笹田栄司　原田一明 有斐閣 2015年

688 違憲審査 ３社会科学 千葉勝美 有斐閣 2017年

689 目で見る憲法 ３社会科学 初宿正典　大沢秀介 有斐閣 2018年

690 憲法入門 ３社会科学 樋口陽一 勁草書房 2017年

691 日本国憲法の核心 ３社会科学 法学館憲法研究所 日本評論社 2017年

692 よくわかる緊急事態条項Ｑ＆Ａ ３社会科学 永井幸寿 明石書店 2016年

693 日本国憲法の制定過程 ３社会科学 庄司克宏 千倉書房 2017年

694 大学生のための憲法 ３社会科学 君塚正臣 法律文化社 2018年

695 図録日本国憲法 ３社会科学 斎藤一久　堀口悟郎 弘文堂 2018年

696 最新憲法資料集 ３社会科学 辻村みよ子 信山社出版 2018年

697 判例トレ－ニング憲法 ３社会科学 棟居快行　工藤達朗 信山社出版 2018年

698 みんなの憲法 ３社会科学 日本評論社 日本評論社 2018年

699 日本国憲法の大義 ３社会科学 農山漁村文化協会 農山漁村文化協会 2015年

700 スタディ憲法 ３社会科学 曽我部真裕　横山真紀 法律文化社 2018年

701 テキストブック憲法 ３社会科学 澤野義一　小林直三 法律文化社 2017年

702 憲法とそれぞれの人権 ３社会科学 現代憲法教育研究会 法律文化社 2017年

703 資料で考える憲法 ３社会科学 谷口真由美 法律文化社 2018年

704 新・エッセンス憲法 ３社会科学 安藤高行 法律文化社 2017年

705 憲法への誘い ３社会科学 石村修 右文書院 2014年

706 理念から未来像へ ３社会科学 谷口江里也 未知谷 2018年

707 ９条誕生 ３社会科学 塩田純 岩波書店 2018年

708 私たちは戦争を許さない ３社会科学 安保法制違憲訴訟の会 岩波書店 2017年

709 集団的自衛権の思想史  選書〈風のビブリオ〉 ３社会科学 篠田英朗 風行社 2016年

710 ９条の挑戦 ３社会科学 伊藤真　神原元 大月書店 2018年

711 ９条を活かす日本 ３社会科学 伊藤千尋 新日本出版社 2018年

712 司法と憲法９条 ３社会科学 永井靖二 日本評論社 2017年
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713 右派はなぜ家族に介入したがるのか ３社会科学 中里見博　能川元一 大月書店 2018年

714 １８歳から考える人権  Ｆｒｏｍ　１８ ３社会科学 宍戸常寿 法律文化社 2015年

715 個人として尊重 ３社会科学 小泉良幸 勁草書房 2016年

716 イマドキ家族のリアルと未来 ３社会科学
あすわか（明日の自由を守る若手弁護
士の会　前川喜平

かもがわ出版 2018年

717 戦後史のなかの安倍改憲 ３社会科学 渡辺治 新日本出版社 2018年

718 赤ペンチェック自民党憲法改正草案 ３社会科学 伊藤真 大月書店 2016年

719 憲法と世論  筑摩選書 ３社会科学 境家史郎 筑摩書房 2017年

720 憲法改正をよく考える ３社会科学 阪口正二郎　愛敬浩二 日本評論社 2018年

721 本当は怖い自民党改憲草案 ３社会科学 伊地知紀子　新ヶ江章友 法律文化社 2017年

722 憲法改正とは何か  新潮選書 ３社会科学 阿川尚之 新潮社 2016年

723 現代行政法 ３社会科学 橋本博之 岩波書店 2017年

724 伊藤真の行政法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2015年

725 行政法  ＬＥＧＡＬ　ＱＵＥＳＴ ３社会科学 稲葉馨　人見剛 有斐閣 2018年

726 行政法判例５０！  ＳＴＡＲＴ　ＵＰ ３社会科学 大橋真由美　北島周作 有斐閣 2017年

727 はじめての行政法  有斐閣アルマ ３社会科学 石川敏行　藤原静雄 有斐閣 2018年

728 行政法 ３社会科学 宇賀克也 有斐閣 2018年

729 行政法入門 ３社会科学 藤田宙靖 有斐閣 2016年

730 社会とつながる行政法入門 ３社会科学 大橋洋一（行政法学） 有斐閣 2017年

731 判例行政法入門 ３社会科学 芝池義一　大田直史 有斐閣 2017年

732 行政法の基礎がわかった ３社会科学 田中嗣久　藤島光雄 法学書院 2018年

733 つかむ・つかえる行政法 ３社会科学 吉田利宏 法律文化社 2017年

734 公共政策を学ぶための行政法入門 ３社会科学 深澤龍一郎　大田直史 法律文化社 2018年

735 九条俳句訴訟と公民館の自由 ３社会科学 佐藤一子　安藤聡彦 エイデル研究所 2018年

736 民法の基礎から学ぶ民法改正 ３社会科学 山本敬三 岩波書店 2017年

737 平成２９年大改正！民法の全条文 ３社会科学 三省堂編修所 三省堂 2017年

738 伊藤真の民法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2017年

739 民法 ３ 有斐閣Ｓシリ－ズ ３社会科学 野村豊弘　栗田哲男 有斐閣 2018年

740 民法２  有斐閣Ｓシリ－ズ ３社会科学 淡路剛久　鎌田薫 有斐閣 2017年

741 民事法入門  有斐閣アルマ ３社会科学 野村豊弘 有斐閣 2017年

742 ＳＴＡＲＴ　ＵＰ民法 ３ ３社会科学 田高寛貴　白石大 有斐閣 2017年

743 ＳＴＡＲＴ　ＵＰ民法 ４ ３社会科学 中原太郎　幡野弘樹 有斐閣 2017年

744 ＳＴＡＲＴ　ＵＰ民法 １ ３社会科学 原田昌和　秋山靖浩 有斐閣 2017年

745 ＳＴＡＲＴ　ＵＰ民法 ５ ３社会科学 青竹美佳　金子敬明 有斐閣 2017年

746 ＳＴＡＲＴ　ＵＰ民法 ２ ３社会科学 水津太郎　鳥山泰志 有斐閣 2017年

747 認知症と民法  公私で支える高齢者の地域生活 ３社会科学 小賀野晶一　成本迅 勁草書房 2018年

748 民法総則  新・判例ハンドブック ３社会科学 日本評論社 2015年

749 民法がわかる民法総則 ３社会科学 滝沢昌彦 弘文堂 2018年

750 基本テキスト民法総則 ３社会科学 遠藤研一郎 中央経済社 2018年

751 民法総則 ３社会科学 生田敏康　下田大介 法律文化社 2018年

752 市民社会セクタ－の可能性 ３社会科学 岡本仁宏 関西学院大学出版会 2015年

753 物権法  法学叢書 ３社会科学 松岡久和 成文堂 2017年

754 物権法  民法講義 ３社会科学 松井宏興 成文堂 2017年

755 物権法  新・判例ハンドブック ３社会科学 日本評論社 2015年

756 物権法  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 秋山靖浩　伊藤栄寿 日本評論社 2019年
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757 担保物権法  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 田高寛貴　白石大 日本評論社 2015年

758 債権総論  セカンドステ－ジ債権法 ３社会科学 野澤正充 日本評論社 2017年

759 債権法 １ 新・判例ハンドブック ３社会科学 潮見佳男　山野目章夫 日本評論社 2018年

760 債権法 ２ 新・判例ハンドブック ３社会科学 潮見佳男　山野目章夫 日本評論社 2018年

761 債権総論  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 石田剛　荻野奈緒 日本評論社 2018年

762 スタ－トライン債権法 ３社会科学 池田真朗 日本評論社 2017年

763 債権法改正を読む ３社会科学 松尾弘 慶応義塾大学出版会 2017年

764 債権各論 ２ 弘文堂ＮＯＭＩＫＡ ３社会科学 前田陽一 弘文堂 2017年

765 債権各論 ２ ライブラリ法学基本講義 ３社会科学 潮見佳男 新世社（渋谷区） 2017年

766 契約法  セカンドステ－ジ債権法 ３社会科学 野澤正充 日本評論社 2017年

767 契約法  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 松井和彦　岡本裕樹 日本評論社 2018年

768 契約法講義 ３社会科学 後藤巻則 弘文堂 2017年

769 事務管理・不当利得・不法行為  セカンドステ－ジ債権法 ３社会科学 野澤正充 日本評論社 2017年

770 実践ＰＬ法 ３社会科学 日本弁護士連合会 有斐閣 2015年

771 逐条講義製造物責任法 ３社会科学 土庫澄子 勁草書房 2018年

772 家族法  スタンダ－ル民法シリ－ズ ３社会科学 柳勝司　宮崎幹朗 嵯峨野書院 2015年

773 親族・相続  新・判例ハンドブック ３社会科学 日本評論社 2014年

774 家族法  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 本山敦　青竹美佳 日本評論社 2019年

775 家族と高齢社会の法  放送大学教材 ３社会科学 川島志保　関ふ佐子 放送大学教育振興会 2017年

776 １８歳から考える家族と法  Ｆｒｏｍ１８ ３社会科学 二宮周平 法律文化社 2018年

777 子ども法 ３社会科学 大村敦志　横田光平 有斐閣 2015年

778 「リ－ガル・スタディ」コトハジメ ３社会科学 山口由紀子　奥貫妃文 萌書房 2016年

779 面会交流支援の方法と課題 ３社会科学 二宮周平 法律文化社 2017年

780 同性婚や同性パ－トナ－シップ制度の可能性と課題 ３社会科学 新・アジア家族法三国会議 日本加除出版 2018年

781 引き離されたぼくと子どもたち ３社会科学 宗像充 社会評論社 2017年

782 成年後見人のための精神医学ハンドブック ３社会科学 五十嵐禎人 日本加除出版 2017年

783 ガイドブック成年後見制度 ３社会科学
成年後見センタ－・リ－ガルサポ－ト　
清水敏晶

法学書院 2017年

784 成年後見読本 ３社会科学 田山輝明 三省堂 2016年

785 よくわかる成年後見制度活用ブック ３社会科学 日本精神保健福祉士協会　岩崎香 中央法規出版 2018年

786 ソ－シャルワ－カ－のための成年後見入門 ３社会科学 野崎和義 ミネルヴァ書房 2019年

787 図解でわかる改正相続法入門 ３社会科学 碓井孝介 日本加除出版 2018年

788 アメリカ契約法入門 ３社会科学 高田寛 文眞堂 2018年

789 商法  伊藤真ファ－ストトラックシリ－ズ ３社会科学 伊藤真　伊藤塾 弘文堂 2018年

790 伊藤真の商法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2015年

791 民法でみる商法・会社法 ３社会科学 金井高志 日本評論社 2016年

792 商法総則・商行為法  スタンダ－ド商法 ３社会科学 北村雅史　河村尚志 法律文化社 2018年

793 保険法  スタンダ－ド商法 ３社会科学 山下典孝　土岐孝宏 法律文化社 2019年

794 現代商法入門  有斐閣アルマ ３社会科学 近藤光男 有斐閣 2019年

795 企業法入門 ３社会科学 龍田節　杉浦市郎 日本評論社 2018年

796 商法総則・商行為法・手形法  新・判例ハンドブック ３社会科学 日本評論社 2015年

797 やさしい商法総則・商行為法 ３社会科学 山下真弘 法学書院 2015年

798 商業登記法入門 ３社会科学 神崎満治郎 有斐閣 2015年

799 よくわかる会社法  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 永井和之 ミネルヴァ書房 2015年

800 会社法  法律学講座双書 ３社会科学 神田秀樹 弘文堂 2018年
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801 会社法 ３社会科学 高橋美加　笠原武朗 弘文堂 2018年

802 基礎から学べる会社法 ３社会科学 近藤光男　志谷匡史 弘文堂 2016年

803 日本一読みやすい会社六法 ３社会科学 浜田道代 三省堂 2017年

804 会社法  新・判例ハンドブック ３社会科学 日本評論社 2014年

805 会社法の考え方 ３社会科学 山本爲三郎 八千代出版 2017年

806 やさしい会社法 ３社会科学 丸山秀平 法学書院 2015年

807 会社法  有斐閣ストゥディア ３社会科学 中東正文　白井正和 有斐閣 2015年

808 現代会社法入門 ３社会科学 北村雅史　柴田和史 有斐閣 2015年

809 基本がわかる会社法 ３社会科学 葭田英人 三省堂 2017年

810 入門講義会社法 ３社会科学 鈴木千佳子 慶応義塾大学出版会 2017年

811 会社法のファイナンスとＭ＆Ａ ３社会科学 畠田公明 法律文化社 2017年

812 取締役・取締役会制度 ３社会科学 近藤光男 中央経済社 2017年

813 保険法  有斐閣アルマ ３社会科学 山下友信　竹浜修 有斐閣 2015年

814 ポイントレクチャ－保険法 ３社会科学 甘利公人　福田弥夫 有斐閣 2017年

815 保険法概説 ３社会科学 潘阿憲 中央経済社 2018年

816 コア・テキスト手形・小切手法  ライブラリ商法コア・テキスト ３社会科学 川村正幸 新世社（渋谷区） 2018年

817 手形・小切手法  ライブラリ法学基本講義 ３社会科学 早川徹 新世社（渋谷区） 2018年

818 手形・小切手法  新法学ライブラリ ３社会科学 川村正幸 新世社（渋谷区） 2018年

819 よくわかる刑法 第３版 やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 井田良　佐藤拓磨 ミネルヴァ書房 2018年

820 最新重要判例２５０ 刑法 ３社会科学 前田雅英 弘文堂 2017年

821 ピンポイント刑法  ＤＡＩＬＹ法学選書 ３社会科学 デイリ－法学選書編修委員会 三省堂 2018年

822 伊藤真の刑法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2017年

823 刑法の道しるべ  法学教室ｌｉｂｒａｒｙ ３社会科学 塩見淳 有斐閣 2015年

824 基礎から学ぶ刑事法  有斐閣アルマ ３社会科学 井田良 有斐閣 2017年

825 刑事法入門 ３社会科学 大谷實 有斐閣 2017年

826 刑法 ３社会科学 山口厚 有斐閣 2015年

827 入門刑事法 ３社会科学 三井誠　曽根威彦 有斐閣 2017年

828 刑法の考え方  ブリッジブックシリ－ズ ３社会科学 高橋則夫 信山社出版 2018年

829 刑法総論  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 設楽裕文　南部篤 弘文堂 2018年

830 コンパクト刑法総論  コンパクト法学ライブラリ ３社会科学 只木誠 新世社（渋谷区） 2018年

831 入門刑法学・総論  法学教室ｌｉｂｒａｒｙ ３社会科学 井田良 有斐閣 2018年

832 刑法総論講義 ３社会科学 松宮孝明 成文堂 2018年

833 被害者の承諾 ３社会科学 吉田敏雄 成文堂 2018年

834 ＳＴＡＲＴ　ＵＰ刑法各論 ３社会科学 十河太朗　豊田兼彦 有斐閣 2017年

835 入門刑法学・各論 ３社会科学 井田良 有斐閣 2018年

836 民事訴訟法 ３社会科学 長谷部由起子 岩波書店 2017年

837 ピンポイント民事訴訟法  ＤＡＩＬＹ法学選書 ３社会科学 デイリ－法学選書編修委員会 三省堂 2018年

838 基礎からわかる民事訴訟法 ３社会科学 和田吉弘 商事法務 2015年

839 民事訴訟法  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 渡部美由紀　鶴田滋 日本評論社 2016年

840 伊藤真の民事訴訟法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2015年

841 民事訴訟法  有斐閣Ｓシリ－ズ ３社会科学 上原敏夫　池田辰夫 有斐閣 2017年

842 民事手続法入門  有斐閣アルマ ３社会科学 佐藤鉄男　和田吉弘 有斐閣 2018年

843 民事訴訟法  有斐閣アルマ ３社会科学 山本弘　長谷部由起子 有斐閣 2018年

844 民事訴訟法  有斐閣ストゥディア ３社会科学 安西明子　安達栄司 有斐閣 2018年
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845 よくわかる民事裁判  有斐閣選書 ３社会科学 山本和彦 有斐閣 2018年

846 アクチュアル民事の訴訟 ３社会科学 福永有利　井上治典 有斐閣 2016年

847 民事執行・保全法  有斐閣アルマ ３社会科学 上原敏夫　長谷部由起子 有斐閣 2017年

848 倒産処理法入門 ３社会科学 山本和彦 有斐閣 2018年

849 プレップ破産法  プレップシリ－ズ ３社会科学 徳田和幸 弘文堂 2019年

850 講義破産法・民事再生法  法学教室ｌｉｂｒａｒｙ ３社会科学 田頭章一 有斐閣 2016年

851 倒産法  有斐閣ストゥディア ３社会科学 倉部真由美　高田賢治 有斐閣 2018年

852 入門オ－クション ３社会科学
ティモシ－・Ｐ・ハバ－ド　ハリ－・Ｊ・パ
－シュ

ＮＴＴ出版 2017年

853 心の問題と家族の法律相談 ３社会科学 酒田素子　森公任 日本加除出版 2017年

854 よくわかる刑事訴訟法  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 椎橋隆幸 ミネルヴァ書房 2016年

855 それでもボクは会議で闘う ３社会科学 周防正行 岩波書店 2015年

856 刑事訴訟法  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 関正晴 弘文堂 2019年

857 刑事訴訟法  伊藤真ファ－ストトラックシリ－ズ ３社会科学 伊藤真　伊藤塾 弘文堂 2018年

858 解説裁判員法 ３社会科学 池田修　合田悦三 弘文堂 2016年

859 刑事訴訟法入門  法セミＬＡＷ　ＣＬＡＳＳシリ－ズ ３社会科学 緑大輔 日本評論社 2017年

860 伊藤真の刑事訴訟法入門 ３社会科学 伊藤真 日本評論社 2016年

861 入門刑事手続法 ３社会科学 三井誠　酒巻匡 有斐閣 2017年

862 さらば、裁判員制度 ３社会科学 西野喜一 ミネルヴァ書房 2015年

863 可視化・盗聴・司法取引を問う ３社会科学 村井敏邦　海渡雄一 日本評論社 2017年

864 刑事訴訟法基本判例解説 ３社会科学 椎橋隆幸　柳川重規 信山社出版 2018年

865 子どもへの司法面接 ３社会科学 仲真紀子 有斐閣 2016年

866 判例講座刑事訴訟法　公訴提起・公判・裁判篇 ３社会科学 川出敏裕 立花書房 2018年

867 ＧＰＳ捜査とプライバシ－保護 ３社会科学 指宿信 現代人文社 2018年

868 家裁調査官が見た現代の非行と家族 ３社会科学 廣井亮一 創元社 2015年

869 少年法入門  有斐閣ブックス ３社会科学 沢登俊雄 有斐閣 2015年

870 少年法 ３社会科学 川出敏裕 有斐閣 2015年

871 子どもの法律入門 ３社会科学 廣瀬健二 金剛出版 2017年

872 非行少年の立ち直り支援 ３社会科学 廣井いずみ 金剛出版 2015年

873 監視大国アメリカ ３社会科学
アンドリュ－・ガスリ－・ファ－ガソン　大
槻敦子

原書房 2018年

874 アメリカ民事手続法  アメリカ法ベ－シックス ３社会科学 浅香吉幹 弘文堂 2016年

875 拷問をめぐる正義論 ３社会科学 ミシェル・テレスチェンコ　林昌宏 吉田書店 2018年

876 国際法で世界がわかる ３社会科学 森川幸一　森肇志 岩波書店 2016年

877 国際法  有斐閣ストゥディア ３社会科学 玉田大　水島朋則 有斐閣 2017年

878 ビジュアルテキスト国際法 ３社会科学 加藤信行　植木俊哉 有斐閣 2017年

879 基本国際法 ３社会科学 杉原高嶺 有斐閣 2018年

880 サイバ－攻撃の国際法 ３社会科学 中谷和弘　河野桂子 信山社出版 2018年

881 法と国際社会 ３社会科学 徳川信治　西村智朗 法律文化社 2018年

882 国際機構論講義 ３社会科学 最上敏樹 岩波書店 2016年

883 国際機構論入門 ３社会科学 山田哲也 東京大学出版会 2018年

884 入門国際機構 ３社会科学 滝澤美佐子　富田麻理 法律文化社 2016年

885 国際連合 ３社会科学 植木安弘 日本評論社 2018年

886 激動するグロ－バル市民社会 ３社会科学 重田康博 明石書店 2017年

887 国家支配と民衆の力 ３社会科学 宮脇幸生
大阪公立大学共同出版
会

2018年

888 持続可能な開発目標と国際貢献 ３社会科学
東洋大学国際共生社会研究センタ－　
北脇秀敏

朝倉書店 2017年
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889 グロ－バル時代の「開発」を考える ３社会科学 西あい　湯本浩之 明石書店 2017年

890 新しい国際協力論 ３社会科学 山田満 明石書店 2018年

891 考証東京裁判  歴史文化ライブラリ－ ３社会科学 宇田川幸大 吉川弘文館 2018年

892 勝者の裁きか、正義の追求か ３社会科学 ウィリアム・Ａ．シャバス　鈴木直 岩波書店 2015年

893 国際私法入門  有斐閣双書 ３社会科学 澤木敬郎　道垣内正人 有斐閣 2018年

894 ケ－ススタディ－国際関係私法 ３社会科学 野村美明　高杉直 有斐閣 2015年

895 レクチャ－国際取引法  αブックス ３社会科学 松岡博 法律文化社 2018年

896 これだけは知っておきたい！外国人相談の基礎知識 ３社会科学 杉澤経子　関聡介 松柏社 2015年

897 外国人の人権へのアプロ－チ ３社会科学 近藤敦 明石書店 2015年

898 家族と国籍－国際化の安定のなかで ３社会科学 奥田安弘 明石書店 2017年

899 よくわかる入管法 ３社会科学 山田鐐一　黒木忠正 有斐閣 2017年

900 外国人の受入れと日本社会 ３社会科学 高宅茂　瀧川修吾 日本加除出版 2018年

901 研究者・留学生のためのアメリカビザ取得完全マニュアル ３社会科学 大蔵昌枝　大須賀覚 羊土社 2018年

902 ここからはじめる観光学 ３社会科学 大橋昭一　山田良治 ナカニシヤ出版 2016年

903 地域文化観光論 ３社会科学 橋本和也 ナカニシヤ出版 2018年

904 認知資本主義 ３社会科学 山本泰三　内藤敦之 ナカニシヤ出版 2016年

905 ２１世紀のマルクス経済学 ３社会科学 延近充（１９５３－） 慶應義塾大学出版会 2015年

906 コミュニティビジネスで拓く地域と福祉 ３社会科学 諌山正 ナカニシヤ出版 2018年

907 地域観光と国際化 ３社会科学 朝水宗彦 くんぷる 2019年

908 時間の経済学 ３社会科学 小林　慶一郎 ミネルヴァ書房 2019年

909 図説経済の論点　新版 ３社会科学 柴田努　他編　新井大輔　他編 旬報社 2019年

910 新時代の観光を学ぶ ３社会科学 高柳直弥　太田実 八千代出版 2019年

911 共生と共歓の世界を創る ３社会科学 丸山茂樹 社会評論社 2017年

912 ビギナ－のための経済英語 ３社会科学 日向清人 慶応義塾大学出版会 2017年

913 世の中の見え方がガラッと変わる経済学入門 ３社会科学 川本明　矢尾板俊平 ＰＨＰ研究所 2016年

914 １分間で経済学 ３社会科学 ニ－アル・キシテイニ－　望月衛 ダイヤモンド社 2017年

915 経済は「予想外のつながり」で動く ３社会科学 ポ－ル・オ－メロッド　望月衛 ダイヤモンド社 2015年

916 経済学入門  ＭＩＮＥＲＶＡスタ－トアップ経済学 ３社会科学 中村保　大内田康徳 ミネルヴァ書房 2017年

917 ド－ナツ経済学が世界を救う ３社会科学 ケイト・ラワ－ス　黒輪篤嗣 河出書房新社 2018年

918 中高の教科書でわかる経済学マクロ篇 ３社会科学 菅原晃 河出書房新社 2017年

919 中高の教科書でわかる経済学ミクロ篇 ３社会科学 菅原晃 河出書房新社 2017年

920 マクロ経済学  現代経済学入門 ３社会科学 吉川洋 岩波書店 2017年

921 次なる金融危機 ３社会科学 スティ－ヴ・キ－ン　赤木昭夫 岩波書店 2018年

922 経済学入門  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 楠谷清　川又祐 弘文堂 2019年

923 絵でわかるマクロ経済学  絵でわかるシリ－ズ ３社会科学 茂木喜久雄 講談社 2019年

924 絵でわかるミクロ経済学  絵でわかるシリ－ズ ３社会科学 茂木喜久雄 講談社 2018年

925 経済は、人類を幸せにできるのか？ ３社会科学 ダニエル・コ－エン　林昌宏 作品社 2015年

926 お金の悪魔 ３社会科学
ハンス・マグヌス・エンツェンスベルガ－　
丘沢静也

晶文社 2017年

927 コンパクトマクロ経済学  コンパクト経済学ライブラリ ３社会科学 飯田泰之　中里透 新世社（渋谷区） 2015年

928 コンパクトミクロ経済学  コンパクト経済学ライブラリ ３社会科学 赤木博文 新世社（渋谷区） 2017年

929 コンパクト経済学  コンパクト経済学ライブラリ ３社会科学 井堀利宏 新世社（渋谷区） 2017年

930 実験経済学入門  ライブラリ経済学コア・テキスト＆最先端アドバンスト・コ－ス ３社会科学 下村研一 新世社（渋谷区） 2015年

931 基本講義マクロ経済学  ライブラリ経済学基本講義 ３社会科学 中村勝克 新世社（渋谷区） 2015年

932 演習ミクロ経済学  演習新経済学ライブラリ ３社会科学 武隈慎一 新世社（渋谷区） 2017年
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933 公共経済学  基礎コ－ス［経済学］ ３社会科学 井堀利宏 新世社（渋谷区） 2015年

934 ミクロ経済学  新経済学ライブラリ ３社会科学 武隈慎一 新世社（渋谷区） 2016年

935 〈エッセンシャル版〉行動経済学 ３社会科学 ミシェル・バデリ－　土方奈美 早川書房 2018年

936 アリエリ－教授の「行動経済学」入門　お金篇 ３社会科学 ダン・アリエリ－　ジェフ・クライスラ－ 早川書房 2018年

937 アリエリ－教授の人生相談室 ３社会科学 ダン・アリエリ－　櫻井祐子 早川書房 2016年

938 愛と怒りの行動経済学 ３社会科学 エヤル・ヴィンタ－　青木創 早川書房 2017年

939 行動経済学の逆襲 ３社会科学 リチャ－ド・Ｈ．セイラ－　遠藤真美 早川書房 2016年

940 経済のしくみと制度  経済経営セメスタ－シリ－ズ ３社会科学 井出多加子　井上智夫 多賀出版 2015年

941 ９９％のための経済学入門  シリ－ズ大学生の学びをつくる ３社会科学 山田博文 大月書店 2016年

942 マクロ経済学の基礎  ベ－シック＋ ３社会科学 家森　信善 中央経済社 2017年

943 ミクロ経済学の基礎  ベ－シック＋ ３社会科学 小川光　家森信善 中央経済社 2016年

944 公共経済学  ベ－シック＋ ３社会科学 小川光　西森晃 中央経済社 2015年

945 ビジネスのための経済学入門 ３社会科学
早稲田大学商学部ビジネス・エコノミク
ス研

中央経済社 2015年

946 教養としてのマクロ経済学 ３社会科学 藪下史郎 東洋経済新報社 2015年

947 行動経済学入門 ３社会科学 筒井義郎　佐々木俊一郎 東洋経済新報社 2017年

948 美貌格差 ３社会科学 ダニエル・Ｓ．ハマ－メッシュ　望月衛 東洋経済新報社 2015年

949 ハバ－ド経済学 準備体操編 ３社会科学 竹中平蔵　真鍋雅史 日本経済新聞出版社 2015年

950 経済学的にありえない。 ３社会科学 佐々木一寿 日本経済新聞出版社 2015年

951 成功する人は偶然を味方にする ３社会科学 ロバ－ト・Ｈ．フランク　月沢李歌子 日本経済新聞出版社 2017年

952 マクロ経済学入門  シリ－ズ・新エコノミクス ３社会科学 二神孝一 日本評論社 2017年

953 ミクロ経済学  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 上田薫 日本評論社 2018年

954 トリア－デ経済学 ２ ３社会科学 日本評論社 2015年

955 トリア－デ経済学 ３ ３社会科学 日本評論社 2015年

956 ミクロ経済学の技 ３社会科学 神取道宏 日本評論社 2018年

957 入門経済学 ３社会科学 伊藤元重 日本評論社 2015年

958 経済心理学  心理学の世界 ３社会科学 竹村和久 培風館 2015年

959 エコノミクス・ル－ル ３社会科学 ダニ・ロドリック　柴山桂太 白水社 2018年

960 Ｗｈａｔ’ｓ経済学  有斐閣アルマ ３社会科学 辻正次　八田英二 有斐閣 2015年

961 ベ－シック経済学  有斐閣アルマ ３社会科学 古沢泰治　塩路悦朗 有斐閣 2018年

962 マクロ経済学・入門  有斐閣アルマ ３社会科学 福田慎一　照山博司 有斐閣 2016年

963 ミクロ経済学・入門  有斐閣アルマ ３社会科学 柳川隆　町野和夫 有斐閣 2015年

964 マクロ経済学  有斐閣ストゥディア ３社会科学 平口良司　稲葉大 有斐閣 2015年

965 私たちと公共経済  有斐閣ストゥディア ３社会科学 寺井公子　肥前洋一 有斐閣 2015年

966 経済学  アカデミックナビ ３社会科学 大瀧雅之 勁草書房 2018年

967 ベ－シック応用経済学  応用経済学シリ－ズ ３社会科学 福重元嗣　細江守紀 勁草書房 2015年

968 選択しないという選択 ３社会科学 キャス・Ｒ．サンスタイン　伊達尚美 勁草書房 2017年

969 入門経済学 ３社会科学 井堀利宏 新世社（渋谷区） 2016年

970 しっかり基礎からミクロ経済学 ３社会科学 梶谷真也　鈴木史馬 日本評論社 2016年

971 入門／公共経済学 ３社会科学 土居丈朗 日本評論社 2018年

972 自由放任主義の乗り越え方 ３社会科学 若松良樹 勁草書房 2016年

973 日本を貧しくしないための経済学 ３社会科学 上条勇 ナカニシヤ出版 2015年

974 よくわかる！マクロ経済学入門 ３社会科学 石橋春男　橋口宏行 慶応義塾大学出版会 2015年

975 １８歳から考える経済と社会の見方 ３社会科学 蔵研也 春秋社 2016年

976 読むマクロ経済学 ３社会科学 井上義朗 新世社（渋谷区） 2016年
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977 読むミクロ経済学 ３社会科学 井上義朗 新世社（渋谷区） 2016年

978 コンパクト経済学 ３社会科学 明石喜彬　宇佐美竜一 中央経済社 2016年

979 公共経済学で日本を考える ３社会科学 奥野信宏　八木匡 中央経済社 2017年

980 入門書を読む前の経済学入門 ３社会科学 中矢俊博　上口晃 同文舘出版 2017年

981 １７歳からはじめる経済・経営学のススメ ３社会科学 日本評論社 2016年

982 いまこそ学ぼうマクロ経済学 ３社会科学 細野薫 日本評論社 2016年

983 行動経済学 ３社会科学 大垣昌夫　田中沙織 有斐閣 2018年

984 現代経済の解読 ３社会科学 ＳＧＣＩＭＥ 御茶の水書房 2017年

985 エレメンタル現代経済学 ３社会科学 金子邦彦 晃洋書房 2016年

986 マクロ経済学 ３社会科学 オルラ・オルソン　石山健一 成文堂 2017年

987 すべてがわかる経済理論 ３社会科学 野崎浩成 税務経理協会 2015年

988 基礎からのマクロ経済学 ３社会科学 片山尚平 中央経済社 2018年

989 経済学のエッセンス１００ ３社会科学 多和田真　近藤健児（国際経済学） 中央経済社 2018年

990 ケインズの経済学と現代マクロ経済学 ３社会科学 大矢野栄次 同文舘出版 2018年

991 ビジネス経済学 ３社会科学 大林厚臣 ダイヤモンド社 2019年

992 ２１世紀型新民富論 ３社会科学 朴哲洙 晃洋書房 2018年

993 集団形成の経済理論 ３社会科学 岡谷良二 成文堂 2015年

994 基本マクロ経済理論 ３社会科学 芹澤高斉 八千代出版 2018年

995 基本経済学 ３社会科学 大淵三洋　芹澤高斉 八千代出版 2018年

996 経済と経営を楽しむためのスト－リ－ ３社会科学
学習院大学　学習院大学経済経営研究
所

東洋経済新報社 2014年

997 はじめて学ぶ経済学 ３社会科学 関谷喜三郎　安田武彦 慶応義塾大学出版会 2014年

998 経済学辞典 ３社会科学 辻正次　竹内信仁 中央経済社 2019年

999 経済学は悲しみを分かち合うために ３社会科学 神野直彦 岩波書店 2018年

1000 経済学と日本語 ３社会科学 下谷政弘 日本経済評論社 2016年

1001 現代社会と経済倫理 ３社会科学 永合位行　鈴木純（経済学） 有斐閣 2018年

1002 経済学者、未来を語る ３社会科学
イグナシオ・パラシオス・ウエルタ　小坂
恵理

ＮＴＴ出版 2015年

1003 「原因と結果」の経済学 ３社会科学 中室牧子　津川友介 ダイヤモンド社 2017年

1004 経済・政策分析のためのＧＩＳ入門 ２ ３社会科学 河端瑞貴 古今書院 2018年

1005 マ－ケット・デザイン  講談社選書メチエ ３社会科学 川越敏司 講談社 2015年

1006 統計学１５講  ライブラリ経済学１５講　ＢＡＳＩＣ編　１１ ３社会科学 山本庸平 新世社（渋谷区） 2017年

1007 計量経済学１５講  ライブラリ経済学１５講　ＢＡＳＩＣ編　９ ３社会科学 小巻泰之　山澤成康 新世社（渋谷区） 2018年

1008 経済学のための数学の基礎１５講  ライブラリ経済学１５講　ＢＡＳＩＣ編　別巻１ ３社会科学 小林幹 新世社（渋谷区） 2018年

1009 情報と秩序 ３社会科学 セザ－・ヒダルゴ　千葉敏生 早川書房 2017年

1010 実証分析のための計量経済学 ３社会科学 山本勲 中央経済社 2015年

1011 経済数学  サピエンティア ３社会科学 入谷純　加茂知幸 東洋経済新報社 2016年

1012 ゲ－ム理論  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 土橋俊寛 日本評論社 2018年

1013 ゲ－ム理論はア－ト ３社会科学 松島斉 日本評論社 2018年

1014 経済数学入門 ３社会科学 丹野忠晋 日本評論社 2017年

1015 計量経済学 ３社会科学 末石直也 日本評論社 2015年

1016 計量経済学講義 ３社会科学 難波明生 日本評論社 2015年

1017 計量経済学の第一歩  有斐閣ストゥディア ３社会科学 田中隆一 有斐閣 2015年

1018 完全理解ゲ－ム理論・契約理論 ３社会科学 鈴木豊 勁草書房 2016年

1019 基礎からわかる経済変動論 ３社会科学 関根順一 中央経済社 2015年

1020 グリ－ン成長は可能か？ ３社会科学 大熊一寛 藤原書店 2015年
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1021 部分識別入門 ３社会科学 奥村綱雄 日本評論社 2018年

1022 予測マシンの世紀 ３社会科学 アジェイ・アグラワル　ジョシュア・ガンズ 早川書房 2019年

1023 日本経済のデ－タ分析と経済予測 ３社会科学 小林慎哉 文眞堂 2017年

1024 これならわかるよ！経済思想史 ３社会科学 坪井賢一 ダイヤモンド社 2015年

1025 「新自由主義」の妖怪 ３社会科学 稲葉振一郎 亜紀書房 2018年

1026 ノ－ベル経済学賞  講談社選書メチエ ３社会科学 根井雅弘 講談社 2016年

1027 はじめての人のための経済学史  経済学叢書Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｏｒｙ ３社会科学 江頭進 新世社（渋谷区） 2015年

1028 自由の思想史  新潮選書 ３社会科学 猪木武徳 新潮社 2016年

1029 経済思想 ３社会科学 長峰章 学文社 2015年

1030 経済学史への招待 ３社会科学 柳沢哲哉 社会評論社 2017年

1031 教養としての経済思想 ３社会科学 北田了介 萌書房 2018年

1032 ガルブレイス ３社会科学 根井雅弘 白水社 2016年

1033 自由の条件  叢書・知を究める ３社会科学 猪木武徳 ミネルヴァ書房 2016年

1034 「新しい働き方」の経済学  いま読む！名著 ３社会科学 井上義朗 現代書館 2017年

1035 アダム・スミスの影 ３社会科学 根井雅弘 日本経済評論社 2017年

1036 マルクス資本論  角川選書　シリ－ズ世界の思想 ３社会科学 佐々木隆治 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2018年

1037 「富」なき時代の資本主義  いま読む！名著 ３社会科学 沖公祐 現代書館 2019年

1038 ２１世紀に、資本論をいかによむべきか？ ３社会科学 フレドリック・ジェイムソン　野尻英一 作品社 2015年

1039 変革の時代と『資本論』 ３社会科学 経済編集部 新日本出版社 2017年

1040 資本主義を超えるマルクス理論入門 ３社会科学 渡辺憲正　平子友長 大月書店 2016年

1041 これからのマルクス経済学入門  筑摩選書 ３社会科学 松尾匡　橋本貴彦 筑摩書房 2016年

1042 マルクス経済学 ３社会科学 大西広 慶応義塾大学出版会 2015年

1043 資本論と社会主義、そして現代 ３社会科学 現代社会問題研究会 明石書店 2017年

1044 ラディカルに自己刷新するマルクス ３社会科学 岩崎信彦 かもがわ出版 2018年

1045 知識労働と余暇活動 ３社会科学 山田良治 日本経済評論社 2018年

1046 資本主義、社会主義、民主主義 １ Ｎｉｋｋｅｉ　ＢＰ　ｃｌａｓｓｉｃｓ ３社会科学
ヨゼフ・アロイス・シュンペ－タ－　大野
一

日経ＢＰ社 2016年

1047 資本主義、社会主義、民主主義 ２ Ｎｉｋｋｅｉ　ＢＰ　ｃｌａｓｓｉｃｓ ３社会科学
ヨゼフ・アロイス・シュンペ－タ－　大野
一

日経ＢＰ社 2016年

1048 経済学の本質と意義  近代社会思想コレクション ３社会科学 ライオネル・ロビンス　小峯敦 京都大学学術出版会 2016年

1049 投機は経済を安定させるのか？  いま読む！名著 ３社会科学 伊藤宣広 現代書館 2016年

1050 ケインズを読み直す ３社会科学 根井雅弘 白水社 2017年

1051 ケインズ ３社会科学 ピ－タ－・クラ－ク　関谷喜三郎
中央経済グル－プパブ
リッシング

2017年

1052 トマ・ピケティの新・資本論 ３社会科学 トマ・ピケティ　村井章子 日経ＢＰ社 2015年

1053 値段と価値 ３社会科学 ラジ・パテル　福井昌子 作品社 2019年

1054 日本経済のマ－ケットデザイン ３社会科学
スティ－ヴン・Ｋ・ヴォ－ゲル　上原裕美
子

日本経済新聞出版社 2018年

1055 不平等論 ３社会科学 ハリ－・Ｇ．フランクファ－ト　山形浩生 筑摩書房 2016年

1056 不平等 ３社会科学 ジェ－ムズ・Ｋ・ガルブレイス　塚原康博 明石書店 2017年

1057 ＧＤＰ ３社会科学 ダイアン・コイル　高橋璃子 みすず書房 2015年

1058 入門ＧＤＰ統計と経済波及効果分析 ３社会科学 李潔 大学教育出版 2018年

1059 一般経済史  ＭＩＮＥＲＶＡスタ－トアップ経済学 ３社会科学 河崎信樹　奥和義 ミネルヴァ書房 2018年

1060 世界のなかの日本経済 １ ３社会科学 ＮＴＴ出版 2015年

1061 世界のなかの日本経済 ８ ３社会科学 ＮＴＴ出版 2015年

1062 世界のなかの日本経済 ７ ３社会科学 ＮＴＴ出版 2015年

1063 世界のなかの日本経済 ６ ３社会科学 ＮＴＴ出版 2015年

1064 日本経済の新しい見方 ３社会科学 会田卓司　榊原可人 きんざい 2017年
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1065 「超」情報革命が日本経済再生の切り札になる ３社会科学 野口悠紀雄 ダイヤモンド社 2015年

1066 １５００万人の働き手が消える２０４０年問題 ３社会科学 野口悠紀雄 ダイヤモンド社 2015年

1067 日本型新自由主義とは何か  岩波現代全書 ３社会科学 菊池信輝 岩波書店 2016年

1068 デ－タブック格差で読む日本経済 ３社会科学 みずほ総合研究所 岩波書店 2017年

1069 人びとの戦後経済秘史 ３社会科学 東京新聞　中日新聞社 岩波書店 2016年

1070 「幸福な日本」の経済学  講談社選書メチエ ３社会科学 石見徹 講談社 2017年

1071 日本経済論１５講  ライブラリ経済学１５講　ＡＰＰＬＩＥＤ編　７ ３社会科学 脇田成 新世社（渋谷区） 2019年

1072 和の国富論 ３社会科学 藻谷浩介 新潮社 2016年

1073 まちづくり構造改革 ２ ３社会科学 中村良平 日本加除出版 2019年

1074 経済デ－タと政策決定 ３社会科学 小巻泰之 日本経済新聞出版社 2015年

1075 地域産業の「現場」を行く 第８集 ３社会科学 関満博 新評論 2015年

1076 地域産業の「現場」を行く 第９集 ３社会科学 関満博 新評論 2016年

1077 地域産業の「現場」を行く 第１０集 ３社会科学 関満博 新評論 2017年

1078 国際化時代の地域経済学  有斐閣アルマ ３社会科学 岡田知弘　川瀬光義 有斐閣 2016年

1079 地域経済学入門  有斐閣コンパクト ３社会科学 山田浩之　徳岡一幸 有斐閣 2018年

1080 国際産業立地論への招待 ３社会科学 鈴木洋太郎 新評論 2018年

1081 セオリ－＆プラクティス経済政策  有斐閣コンパクト ３社会科学 柳川隆　永合位行 有斐閣 2017年

1082 未来のために何をなすべきか？ ３社会科学 ジャック・アタリ　積極的経済フォ－ラム 作品社 2016年

1083 完全図解海から見た世界経済 ３社会科学 山田吉彦 ダイヤモンド社 2016年

1084 ２０２０年世界経済の勝者と敗者 ３社会科学 ポ－ル・Ｒ．クル－グマン　浜田宏一 講談社 2016年

1085 国際経済学  商学双書 ３社会科学 大畑弥七　横山将義 成文堂 2016年

1086 貿易入門　世界と日本が見えてくる ３社会科学 小林尚朗　篠原敏彦 大月書店 2017年

1087 この１冊でわかる世界経済入門 ３社会科学 大和総研　熊谷亮丸 日経ＢＰ社 2015年

1088 ジオエコノミクスの世紀 ３社会科学 御立尚資　イアン・ブレマ－ 日本経済新聞出版社 2015年

1089 グロ－バル化の光と影 ３社会科学 高橋信弘 晃洋書房 2018年

1090 ビギナ－のための国際経済学 ３社会科学 井手豊也 晃洋書房 2015年

1091 テキスト国際経済学 ３社会科学 大矢野栄次 同文舘出版 2017年

1092 国際貿易 ３社会科学 多和田眞　柳瀬明彦 名古屋大学出版会 2018年

1093 新しい国際経済学 ３社会科学 友原章典 ミネルヴァ書房 2018年

1094 グロ－バル経済 ３社会科学 栗原裕 晃洋書房 2018年

1095 世界を読む国際政治経済学入門 ３社会科学 澤喜司郎 成山堂書店 2018年

1096 グロ－バル・エコノミ－の論点 ３社会科学 馬田啓一　小野田欣也 文眞堂 2017年

1097 ＥＵの社会経済と産業  産研レクチャ－・シリ－ズ ３社会科学 市川顕
関西学院大学産業研究
所

2015年

1098 ＥＵ統合を読む  東洋英和女学院大学社会科学研究叢書 ３社会科学 小久保康之 春風社 2016年

1099 ＥＵとは何か  現代選書 ３社会科学 中村民雄 信山社出版 2016年

1100 ＥＵ騒乱  新潮選書 ３社会科学 広岡裕児 新潮社 2016年

1101 はじめてのＥＵ法 ３社会科学 庄司克宏 有斐閣 2015年

1102 ＥＵは危機を超えられるか ３社会科学 岡部直明　ＥＵ研究会 ＮＴＴ出版 2016年

1103 ＥＵ・欧州統合研究 ３社会科学 福田耕治 成文堂 2016年

1104 英国のＥＵ離脱とＥＵの未来 ３社会科学 須網隆夫　２１世紀政策研究所 日本評論社 2018年

1105 ＡＳＥＡＮ経済共同体の創設と日本 ３社会科学 石川幸一　清水一史 文眞堂 2016年

1106
国際開発ジャ－ナル：国際協力の最前線をリポ－トする．ｎｏ．７２１（ＤＥＣＥＭＢＥＲ 特
集：真価問われるＪＩＣＡ支援

３社会科学 国際開発ジャ－ナル社 2016年

1107 国際協力論を学ぶ人のために ３社会科学 内海成治 世界思想社 2016年

1108 アジアの開発と地域統合 ３社会科学 朽木昭文　馬田啓一 日本評論社 2015年
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1109 これからの日本の国際協力 ３社会科学 黒崎卓　大塚啓二郎 日本評論社 2015年

1110 貧しい人を助ける理由 ３社会科学 デビッド・ヒュ－ム　佐藤寛 日本評論社 2017年

1111 スト－リ－で学ぶ開発経済学  有斐閣ストゥディア ３社会科学 黒崎卓　栗田匡相 有斐閣 2016年

1112 テキストブック開発経済学  有斐閣ブックス ３社会科学
日本貿易振興機構アジア経済研究所　
黒岩郁雄

有斐閣 2015年

1113 国際協力  有斐閣選書 ３社会科学 下村恭民　辻一人 有斐閣 2016年

1114 グロ－バル支援の人類学 ３社会科学 信田敏宏　白川千尋 昭和堂（京都） 2017年

1115 グロ－バル・ガバナンスにおける開発と政治 ３社会科学 笹岡雄一 明石書店 2016年

1116 実践と感情 ３社会科学 関根久雄 春風社 2015年

1117 国際地域開発の新たな展開 ３社会科学 日本国際地域開発学会　板垣啓四郎 筑波書房 2016年

1118 社会調査からみる途上国開発 ３社会科学 稲田十一 明石書店 2017年

1119 コ－ポレ－トガバナンス・コ－ドの読み方・考え方 ３社会科学 中村直人　倉橋雄作 商事法務 2018年

1120 ベンチャ－企業経営論 ３社会科学 秋山義継　松岡弘樹 税務経理協会 2015年

1121 テキスト現代経営入門 ３社会科学 桑名義晴　宮下幸一 中央経済社 2016年

1122 企業と会計の道しるべ ３社会科学 水口剛　平井裕久 中央経済社 2017年

1123 企業論テキスト ３社会科学 汪志平 中央経済社 2015年

1124 現代企業論入門 ３社会科学 上坂卓郎 中央経済社 2018年

1125 社会人基礎力を養うアントレプレナ－シップ ３社会科学 川名和美　竹元雅彦 中央経済社 2016年

1126 経営から視る現代社会 ３社会科学 今井斉　岸川典昭 文眞堂 2014年

1127 ドラッカ－と論語 ３社会科学 安冨歩 東洋経済新報社 2014年

1128 経営者はいかにして、企業価値を高めているのか？  京都大学の経営学講義 ３社会科学 川北英隆　奥野一成
ダイヤモンド・ビジネス企
画

2019年

1129 イノベ－ションと企業家精神 ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－　
上田惇生

ダイヤモンド社 2015年

1130 経営の力学：決断のための実感経営論 ３社会科学 伊丹敬之【著】 東洋経済新報社 2008年

1131 ゼミナ－ル経営学入門 第３版 ３社会科学 伊丹敬之：加護野忠男 日本経済新聞出版社 2003年

1132 よくわかる現代経営  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 「よくわかる現代経営」編集委員会 ミネルヴァ書房 2017年

1133 経営学  基礎コ－ス ３社会科学 小松章 新世社（渋谷区） 2016年

1134 経営学入門  ベ－シック＋ ３社会科学 藤田誠 中央経済社 2015年

1135 ＭＢＡエグゼクティブズ ３社会科学 山根節 中央経済社 2015年

1136 ガイダンス現代経営学 ３社会科学 山倉健嗣 中央経済社 2015年

1137 最新基本経営学用語辞典 ３社会科学 深山明　海道ノブチカ 同文舘出版 2015年

1138 ビジネススク－ルでは学べない世界最先端の経営学 ３社会科学 入山章栄 日経ＢＰ社 2015年

1139 ビジネス思考実験 ３社会科学 根来竜之 日経ＢＰ社 2015年

1140 経営学への扉  フレッシュマンのためのガイドブック ３社会科学 明治大学経営学研究会 白桃書房 2015年

1141 経営事例の質的比較分析 ３社会科学 田村正紀 白桃書房 2015年

1142 経営事例の物語分析 ３社会科学 田村正紀 白桃書房 2016年

1143 個人の自立と成長のための経営学入門  新しい経営学 ３社会科学 斎藤毅憲　渡辺峻 文眞堂 2016年

1144 はじめて学ぶ人のための経営学入門  文眞堂ブックス　セメスタ－テキストシリ－ズ　１ ３社会科学 片岡信之　齊藤毅憲 文眞堂 2018年

1145 経営学と文明の転換  文眞堂現代経営学選集 ３社会科学 藤沼司 文眞堂 2015年

1146 経営学概論  放送大学教材 ３社会科学 山田幸三 放送大学教育振興会 2018年

1147 経験から学ぶ経営学入門  有斐閣ブックス ３社会科学 上林憲雄　奥林康司 有斐閣 2018年

1148 経営の経済学 ３社会科学 丸山雅祥 有斐閣 2017年

1149 人生を変えるＭＢＡ ３社会科学 神戸大学 有斐閣 2015年

1150 イキイキ働くための経営学 ３社会科学 佐々木圭吾　高橋克徳 翔泳社 2016年

1151 やさしく学ぶ経営学 ３社会科学 吉沢正広 学文社 2015年

1152 はじめて出会う経営学 ３社会科学 内藤勲　関千里 中央経済社 2016年
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1153 ビジネスを学ぶ基礎ゼミナ－ル ３社会科学 齋藤雅子 同文舘出版 2015年

1154 経営のロジック ３社会科学 大月博司 同文舘出版 2018年

1155 新現代経営学 ３社会科学 佐久間信夫　大平義隆 学文社 2016年

1156 ダイナミック・ケイパビリティの戦略経営論 ３社会科学 菊澤研宗 中央経済社 2018年

1157 ドラッカ－『現代の経営』が教える「マネジメントの基本指針」 ３社会科学 坂本和一 東信堂 2017年

1158 両利きの経営 ３社会科学
チャ－ルズ・Ａ・オライリ－　マイケル・Ｌ・
タッシュマン

東洋経済新報社 2019年

1159 経営学の定点 ３社会科学 石嶋芳臣　岡田行正 同文舘出版 2018年

1160 はじめて学ぶ人のための経営学 ３社会科学 片岡信之　斎藤毅憲 文眞堂 2015年

1161 実践に学ぶ経営学 ３社会科学 風間信隆　松田健 文眞堂 2018年

1162 グロ－バル化とイノベ－ションの経営 ３社会科学 秋野晶二　關智一 税務経理協会 2018年

1163 現代の経営学 ３社会科学 菊池敏夫　櫻井克彦 税務経理協会 2018年

1164 協働の経営学 ３社会科学 林徹 中央経済社 2015年

1165 基本経営学 ３社会科学 浅野清彦　小松敏弘 東海大学出版部 2018年

1166 企業経営とマネジメント ３社会科学 秋山義継 八千代出版 2014年

1167 企業と利益がわかる ３社会科学 京都経済短期大学経営情報学会 ミネルヴァ書房 2014年

1168 ドラッカ－入門 ３社会科学 上田惇生　井坂康志 ダイヤモンド社 2014年

1169 現代企業経営学の基礎 上巻 ３社会科学 松本芳男 同文舘出版 2014年

1170 ドラッカ－ ３社会科学 三浦一郎　井坂康志 文眞堂 2014年

1171 経営経済学の歴史 ３社会科学 ギュンタ－・シャンツ　深山明 中央経済社 2018年

1172 社会的責任のマ－ケティング：「事業の成功」と「ＣＳＲ」を両立する ３社会科学 フィリップ・コトラ－：ナンシ－・リ－ 東洋経済新報社 2007年

1173 事業承継入門 １ ３社会科学
追手門学院大学ベンチャ－ビジネス研
究所

追手門学院大学出版会 2014年

1174 事業承継入門 ２ ３社会科学
追手門学院大学ベンチャ－ビジネス研
究所

追手門学院大学出版会 2014年

1175 事業承継入門 ３ ３社会科学
追手門学院大学ベンチャ－ビジネス研
究所

追手門学院大学出版会 2015年

1176 事業承継入門 ４ ３社会科学
追手門学院大学ベンチャ－ビジネス研
究所

追手門学院大学出版会 2016年

1177 入門企業と社会 ３社会科学 佐々木利広　大室悦賀 中央経済社 2015年

1178 企業倫理学 ４ ３社会科学 トム・Ｌ・ビ－チャム　ノ－マン・Ｅ・ボウイ 晃洋書房 2017年

1179 ＣＳＲの基礎 ３社会科学 國部克彦　神戸ＣＳＲ研究会 中央経済社 2017年

1180 ＣＳＲ経営戦略 ３社会科学 伊吹英子 東洋経済新報社 2014年

1181 ＣＳＶ経営戦略 ３社会科学 名和高司 東洋経済新報社 2015年

1182 図解コンプライアンス経営 ３社会科学 浜辺陽一郎 東洋経済新報社 2016年

1183 なぜ企業に倫理を問えるのか  奈良学園大学社会科学学会研究叢書 ３社会科学 宮坂純一 萌書房 2018年

1184 実践コンプライアンス・マネジメント入門 ３社会科学 ぎょうせい 2015年

1185 企業倫理：信頼に投資する ３社会科学 アンドレアス・ズ－ハネク　柴田明 同文舘出版 2017年

1186 理想主義者として働く ３社会科学 クリスティ－ン・ベイダ－　原賀真紀子 英治出版 2016年

1187 社会的責任とＣＳＲは違う！ ３社会科学 岡本大輔 千倉書房 2018年

1188 エシカル・アントレプレナ－シップ ３社会科学 横山恵子　杉本貴志 中央経済社 2018年

1189 よくわかる経営倫理・ＣＳＲのケ－スメソッド ３社会科学 岡部幸徳 白桃書房 2014年

1190 エッセンシャル経営史 ３社会科学 中瀬哲史 中央経済社 2016年

1191 経営史の再構想 ３社会科学
フィリップ・スクラントン　パトリック・フリ
デンソン

蒼天社出版 2017年

1192 図説世界を変えた５０のビジネス  シリ－ズ知の図書館 ３社会科学 ジョン・リプチンスキ　月谷真紀 原書房 2014年

1193 いま日本を代表する経営者が考えていること  京都大学の経営学講義 ３社会科学 川北英隆　奥野一成
ダイヤモンド・ビジネス企
画

2017年

1194 日本の「いい会社」  シリ－ズ・ニッポン再発見 ３社会科学
坂本　光司　法政大学大学院　坂本光
司研究室

ミネルヴァ書房 2017年

1195 「好き嫌い」と才能 ３社会科学 楠木建 東洋経済新報社 2016年

1196 なぜ日本企業は強みを捨てるのか ３社会科学 小池和男, 日本経済新聞出版社 2015年
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1197
企業家活動でたどるサステイナブル経営史  法政大学イノベ－ション・マネジメント研
究センタ－叢書

３社会科学 長谷川直哉 文眞堂 2016年

1198 平成の経営 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2019年

1199 グロ－バル化の中の日本型経営 ３社会科学 渡辺聡子 同文舘出版 2015年

1200 組織マネジメントのリアル ３社会科学 国学院大学 白桃書房 2016年

1201 応用経営史 ３社会科学 橘川武郎 文眞堂 2016年

1202 時代を超えた経営者たち ３社会科学 井奥成彦 日本経済評論社 2017年

1203 商売は地域とともに ３社会科学
ＮＰＯ法人神田学会　東京大学都市デ
ザイン研究室

東京堂出版 2017年

1204 アジアの企業間競争 ３社会科学 橘川武郎　久保文克 文眞堂 2015年

1205 中国大企業の競争力分析 ３社会科学 江向華 中央経済社 2016年

1206 中国の上場会社と大株主の影響力 ３社会科学 董光哲 文眞堂 2017年

1207 格差社会とアメリカン・ドリ－ムの復活 ３社会科学 ジェ－ムズ・フ－プス　小山久美子 彩流社 2015年

1208 グロ－バルビジネスとアメリカ・ユダヤ人 ３社会科学 竹田志郎 文眞堂 2015年

1209 ＩｏＴ時代の競争分析フレ－ムワ－ク ３社会科学 根来竜之　浜屋敏 中央経済社 2016年

1210 産業組織とビジネスの経済学  有斐閣ストゥディア ３社会科学 花薗誠 有斐閣 2018年

1211 テクノロジ－・スタ－トアップが未来を創る ３社会科学 鎌田富久　各務茂夫 東京大学出版会 2017年

1212 ベンチャ－経営論  はじめての経営学 ３社会科学 長谷川博和 東洋経済新報社 2018年

1213 中小企業の経済学 ３社会科学 商工組合中央金庫　岡室博之 千倉書房 2016年

1214 スモ－ルビジネスの創造とマネジメント ３社会科学 東洋大学経営力創成研究センタ－ 学文社 2017年

1215 中小企業のマネジメント ３社会科学 安達明久　石井康夫 中央経済社 2018年

1216 日本社会に生きる中小企業 ３社会科学 鵜飼信一 中央経済社 2018年

1217 強い地元企業をつくる ３社会科学 近藤清人 学芸出版社（京都） 2018年

1218 中小企業の経営社会学 ３社会科学 寺岡寛 信山社出版 2018年

1219 メガ・ベンチャ－ズ・イノベ－ション ３社会科学 村元康　永井竜之介 千倉書房 2018年

1220 小さな会社の大きな力 ３社会科学 江島由裕 中央経済社 2018年

1221 再生型リ－ダ－シップ論 ３社会科学 佐竹恒彦 同文舘出版 2018年

1222 企業組織の発展段階を知ろう！ベンチャ－の経営変革の障害 ３社会科学 樋口晴彦 白桃書房 2019年

1223 よくわかるコ－ポレ－ト・ガバナンス  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 風間信隆 ミネルヴァ書房 2019年

1224 企業統治  ベ－シック＋ ３社会科学 吉村典久　田中一弘 中央経済社 2017年

1225 日本のファミリ－ビジネス ３社会科学 ファミリ－ビジネス学会　奥村昭博 中央経済社 2016年

1226 資本主義という病 ３社会科学 奥村宏 東洋経済新報社 2015年

1227 コ－ポレ－ト・ガバナンス「本当にそうなのか？」 ３社会科学
円谷昭一　一橋コ－ポレ－ト・ガバナン
ス研究会

同文舘出版 2017年

1228 入門会社学のススメ ３社会科学 松崎和久　黒川雅之 税務経理協会 2015年

1229 ２０２０年代の新総合商社論 ３社会科学 榎本俊一 中央経済社 2017年

1230 ＥＳＧ経営を強くするコ－ポレ－トガバナンスの実践 ３社会科学 松田千恵子 日経ＢＰ社 2018年

1231 ファミリ－ビジネス賢明なる成長への条件 ３社会科学 ヨアキム・シュワス　長谷川博和 中央経済社 2015年

1232 現代コ－ポレ－トガバナンス ３社会科学 江川雅子 日本経済新聞出版社 2018年

1233 コ－ポレ－ト・ガバナンス改革の国際比較 ３社会科学 佐久間信夫 ミネルヴァ書房 2017年

1234 ガバナンス革命の新たなロ－ドマップ ３社会科学 北川哲雄　小方信幸 東洋経済新報社 2017年

1235 ファミリ－ビジネスのイノベ－ション ３社会科学 玄場公規 白桃書房 2018年

1236 「内なるグロ－バル化」による新成長戦略と商社 ３社会科学 猿山純夫　日本貿易会 文眞堂 2017年

1237 アトツギよ！ベンチャ－型事業承継でカベを突き破れ！ ３社会科学 忽那憲治 中央経済社 2019年

1238 オ－ナ－経営はなぜ強いのか？ ３社会科学 藤田勉（証券アナリスト）　幸田博人 中央経済社 2018年

1239 株式会社の資本論 ３社会科学 亀川雅人 中央経済社 2018年

1240 Ｍ＆Ａの理論と実際 ３社会科学 佐久間信夫　中村公一 文眞堂 2017年
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1241 海外日系企業の人材形成とＣＳＲ ３社会科学 服部治 同文舘出版 2016年

1242 三井・三菱・住友・芙蓉・三和・一勧  角川選書 ３社会科学 菊地浩之 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2017年

1243 コア・テキスト国際経営  ライブラリ経営学コア・テキスト ３社会科学 大木清弘 新世社（渋谷区） 2017年

1244 グル－プ経営入門 ３社会科学 松田千恵子 税務経理協会 2016年

1245 グロ－バル・ビジネス・マネジメント ３社会科学
一條和生　野村総合研究所グロ－バル
マネジメント研究所

中央経済社 2017年

1246 国際経営  有斐閣アルマ ３社会科学 吉原英樹 有斐閣 2015年

1247 はじめての国際経営  有斐閣ストゥディア ３社会科学 中川功一　林正 有斐閣 2015年

1248 グロ－バル企業 ３社会科学 安部悦生 文眞堂 2017年

1249 新興市場ビジネス入門 ３社会科学 今井雅和 中央経済社 2016年

1250 異文化マネジメントの理論と実践 ３社会科学 太田正孝 同文舘出版 2016年

1251 最新「国際経営」入門 ３社会科学 高橋浩夫 同文舘出版 2017年

1252 グロ－バルビジネスコミュニケ－ション研究 ３社会科学 亀田尚己　佐藤研一 文眞堂 2014年

1253 はじめて学ぶ人のためのグロ－バル・ビジネス ３社会科学 梶浦雅己 文眞堂 2014年

1254 理論とケ－スで学ぶ国際ビジネス ３社会科学 江夏健一　桑名義晴 同文舘出版 2018年

1255 アジアからのグロ－バル経営論 ３社会科学 小森正彦 文眞堂 2018年

1256 新多国籍企業経営管理論 ３社会科学 藤沢武史　伊田昌弘 文眞堂 2015年

1257 ＡＳＥＡＮの多国籍企業 ３社会科学 牛山隆一 文眞堂 2018年

1258 ワ－クブック国際ビジネス ３社会科学 米澤聡士 文眞堂 2018年

1259 すらすら図解Ｍ＆Ａのしくみ ３社会科学 小本恵照　尾関純 中央経済社 2014年

1260 はじめて学ぶ独占禁止法 ３社会科学 菅久修一　南雅晴 商事法務 2016年

1261 経済法  有斐閣アルマ ３社会科学 岸井大太郎　大槻文俊 有斐閣 2016年

1262 イノベ－ション時代の競争政策 ３社会科学 小田切宏之 有斐閣 2016年

1263 独禁法講義 ３社会科学 白石忠志 有斐閣 2018年

1264 競争政策論 ３社会科学 小田切宏之 日本評論社 2017年

1265 産業経済の発展と競争政策 ３社会科学 和田聡子 晃洋書房 2016年

1266 協同組合の源流と未来 ３社会科学 日本農業新聞 岩波書店 2017年

1267 協同組合未来への選択 ３社会科学 中川雄一郎　杉本貴志 日本経済評論社 2014年

1268 格差社会への対抗 ３社会科学 杉本貴志　全労済協会 日本経済評論社 2017年

1269 地域に根差してみんなの力で起業する ３社会科学 キム・ヒョンデ　ハ・ジョンナン 彩流社 2018年

1270 現代社会と協同組合に関する１２章 ３社会科学 北出俊昭 筑波書房 2018年

1271 協同組合のコモン・センス ３社会科学 中川雄一郎 日本経済評論社 2018年

1272 ２０５０年新しい地域社会を創る ３社会科学 生協総合研究所 東信堂 2018年

1273 非営利組織の成果重視マネジメント：ＮＰＯ・行政・公益法人のための「自己評価手法」 ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：
ギャリ－・Ｊ．スタ－ン

ダイヤモンド社 2000年

1274 ポスト福祉国家のサ－ドセクタ－論 ３社会科学 向井清史 ミネルヴァ書房 2015年

1275 民間主導・行政支援の公民連携の教科書 ３社会科学 清水義次　岡崎正信 日経ＢＰ社 2019年

1276 ＮＰＯの後継者  文化とまちづくり叢書 ３社会科学 富永一夫　永井祐子 水曜社 2015年

1277 ソ－シャル・ビジネス・ケ－ス ３社会科学 谷本寛治 中央経済社 2015年

1278 公益法人・ＮＰＯ法人と地域  公益叢書 ３社会科学 現代公益学会 文眞堂 2018年

1279 ＮＰＯマネジメント  放送大学教材 ３社会科学 河合明宣　大橋正明 放送大学教育振興会 2017年

1280 はじめてのＮＰＯ論  有斐閣ストゥディア ３社会科学 澤村明　田中敬文 有斐閣 2017年

1281 ＮＰＯ，そしてソ－シャルビジネス ３社会科学 坂本恒夫　丹野安子 文眞堂 2017年

1282 これからの社会的企業に求められるものは何か ３社会科学 川村暁雄　川本健太郎 ミネルヴァ書房 2015年

1283 ＮＰＯのためのＩＴ活用講座 ３社会科学 久米信行　山田泰久 学芸出版社（京都） 2014年

1284 社会的課題に挑戦する若き起業家たち ３社会科学 小松史朗　小林竹廣 晃洋書房 2017年
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1285 ソ－シャル・イノベ－ションを理論化する ３社会科学 高橋勅徳　木村隆之 文眞堂 2018年

1286 だれも置き去りにしない ３社会科学 ト－マス・グレイアム　久米五郎太 文眞堂 2018年

1287 市民運動としてのＮＰＯ ３社会科学 高田昭彦 風間書房 2018年

1288 未来を切り拓く女性たちのＮＰＯ活動 ３社会科学 金谷千慧子　柏木宏 明石書店 2019年

1289 非営利法人経営論 ３社会科学 岩崎保道 大学教育出版 2014年

1290 知識創造の方法論：ナレッジワ－カ－の作法 ３社会科学 野中郁次郎【著】：紺野登【著】 東洋経済新報社 2003年

1291 場の論理とマネジメント ３社会科学 伊丹敬之【著】 東洋経済新報社 2005年

1292 グロ－ビスＭＢＡマネジメント・ブック ２ ３社会科学 グロ－ビス経営大学院 ダイヤモンド社 2015年

1293 ビジネスの基礎知識５０ ３社会科学 グロ－ビス　嶋田毅 ダイヤモンド社 2016年

1294 決断力にみるリスクマネジメント  シリ－ズ・ケ－スで読み解く経営学 ３社会科学 亀井克之 ミネルヴァ書房 2017年

1295 企業不祥事インデックス ３社会科学 竹内朗　上谷佳宏 商事法務 2015年

1296 サスティナブル・カンパニ－  実践と応用シリ－ズ ３社会科学 水尾順一 宣伝会議 2016年

1297 リスクマネジメント  ベ－シック＋ ３社会科学 柳瀬典由　石坂元一 中央経済社 2018年

1298 経営管理論  ベ－シック＋ ３社会科学 上野恭裕　馬場大治 中央経済社 2016年

1299 アメ－バ経営の進化 ３社会科学 アメ－バ経営学術研究会 中央経済社 2017年

1300 サプライチェ－ン・マネジメント論 ３社会科学 中野幹久 中央経済社 2016年

1301 企業不正の研究 ３社会科学 安岡孝司 日経ＢＰ社 2018年

1302 イノベ－ション・マネジメント入門 ３社会科学 一橋大学イノベ－ション研究センタ－ 日本経済新聞出版社 2017年

1303 全員経営 ３社会科学 野中郁次郎　勝見明 日本経済新聞出版社 2015年

1304 想定外のマネジメント ３社会科学
カ－ル・Ｅ・ワイク　キャスリ－ン・Ｍ・サト
クリフ

文眞堂 2017年

1305 基礎からわかる経営管理 ３社会科学 欧陽菲 産業能率大学出版部 2015年

1306 グロ－バル経営の意思決定スピ－ド ３社会科学 安井望 中央経済社 2014年

1307 入門ガイダンス経営科学・経営工学 ３社会科学 古殿幸雄 中央経済社 2017年

1308 リスクマネジメントの本質 ３社会科学 亀井利明　上田和勇 同文舘出版 2017年

1309 １００年成長企業のマネジメント ３社会科学 河合篤男　伊藤博之 日本経済新聞出版社 2017年

1310 新たな事業価値の創造 ３社会科学 九州大学 ＱＢＳ出版 2016年

1311 事業継続のためのマネジメント ３社会科学
小野憲司　三菱東京ＵＦＪリサ－チ＆コ
ンサルティング

成山堂書店 2017年

1312 アメ－バ経営が組織の結束力を高める ３社会科学 谷武幸　窪田祐一 中央経済社 2017年

1313 戦略的リスクマネジメントで会社を強くする ３社会科学 野田健太郎 中央経済社 2017年

1314 強い会社のマネジメントを探る会社の「見方」 ３社会科学 清水涼子 同文舘出版 2016年

1315 Ｐ・Ｆ・ドラッカ－ ３社会科学 井坂康志 文眞堂 2018年

1316 プロジェクトの概念 ３社会科学
日本プロジェクトマネジメント協会　神沼
靖子

近代科学社 2018年

1317 グロ－バルプロジェクトチ－ムのまとめ方 ３社会科学
ルス・Ｊ．マルティネリ　ティム・Ｊ．ラシュ
ルト

慶応義塾大学出版会 2015年

1318 ＡＩ時代の企業経営 ３社会科学 花村邦昭 彩流社 2018年

1319 ケ－スで学ぶイノベ－ション経営 ３社会科学 矢本成恒　山本直樹 三恵社 2018年

1320 マネジメント講義ノ－ト ３社会科学 山本浩二　上野山達哉 白桃書房 2017年

1321 危機管理ハンドブック ３社会科学
ブライアン・ディロン　イアン・ディキンソ
ン

へるす出版 2014年

1322 マネジメント・コントロ－ル ３社会科学 横田絵理　金子晋也 有斐閣 2014年

1323 現場論 ３社会科学 遠藤功 東洋経済新報社 2014年

1324 なぜ、わかっていても実行できないのか ３社会科学
ジェフリ－・フェファ－　ロバ－ト・Ｉ．サッ
トン

日本経済新聞出版社 2014年

1325 基本フレ－ムワ－ク５０ ３社会科学 グロ－ビス　嶋田毅 ダイヤモンド社 2015年

1326 クラウドスト－ミング ３社会科学
ショ－ン・エイブラハムソン　ピ－タ－・ラ
イダ－

ＣＣＣメディアハウス 2014年

1327 交渉のメソッド ３社会科学
アラン・ランプルゥ　オウレリアン・コルソ
ン

白桃書房 2014年

1328 大人のためのビジネス英文法 ３社会科学 畠山雄二 くろしお出版 2015年
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1329 コトラ－のイノベ－ション・マ－ケティング ３社会科学
フェルナンド・トリアス・デ・ベス：フィリッ
プ・コトラ－

翔泳社 2011年

1330 ビジネスモデル・イノベ－ション：知を価値に転換する賢慮の戦略論 ３社会科学 野中郁次郎【編著】：徳岡晃一郎【編著】 東洋経済新報社 2012年

1331 経営戦略の論理：ダイナミック適合と不均衡ダイナミズム 第４版 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2012年

1332 ケ－スブック経営戦略の論理 全面改訂版 ３社会科学 伊丹敬之：西野和美 日本経済新聞出版社 2012年

1333 イノベ－ションを興す ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2009年

1334 経営戦略の論理 第３版 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2003年

1335
リ－ダ－のための即断即決！仕事術：チ－ムの残業ゼロ！３倍速で仕事が進み、成
果が上がる

３社会科学 桑畑幸博 明日香出版社 2018年

1336 プロジェクトリ－ダ－の教科書：外資系コンサルが教える難題を解決する１２ステップ ３社会科学 中鉢慎 かんき出版 2018年

1337 世界最高のリ－ダ－育成機関で幹部候補だけに教えられているプレゼンの基本 ３社会科学 田口力 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2017年

1338 問題解決のためのロジカルシンキング ３社会科学 生方正也
クロスメディア・パブリッシ
ング

2017年

1339 競争優位の戦略：いかに高業績を持続させるか ３社会科学 マイケル・Ｅ．ポ－タ－：土岐坤 ダイヤモンド社 1985年

1340 競争優位としての経営理念 ３社会科学 グロ－ビス　嶋田毅 ＰＨＰ研究所 2016年

1341 グロ－ビスＭＢＡ経営戦略 ３社会科学 グロ－ビス経営大学院 ダイヤモンド社 2017年

1342 ブル－・オ－シャン戦略論文集 ３社会科学 Ｗ．チャン・キム　レネ・モボルニュ ダイヤモンド社 2018年

1343 競争戦略論 １ ３社会科学 マイケル・Ｅ．ポ－タ－　竹内弘高 ダイヤモンド社 2018年

1344 競争戦略論 ２ ３社会科学 マイケル・Ｅ．ポ－タ－　竹内弘高 ダイヤモンド社 2018年

1345 ゼロからの経営戦略  シリ－ズ・ケ－スで読み解く経営学 ３社会科学 沼上幹 ミネルヴァ書房 2016年

1346 ビジネス統計学 ３社会科学
デイビッド・Ｍ．ルビ－ン　ティモシ－・
Ｃ．クレビ－ル

丸善出版 2014年

1347 経営戦略概論 ３社会科学 波頭亮 産業能率大学出版部 2016年

1348 コア・テキスト経営統計学  ライブラリ経営学コア・テキスト ３社会科学 高橋伸夫 新世社（渋谷区） 2015年

1349 世界史を創ったビジネスモデル  新潮選書 ３社会科学 野口悠紀雄 新潮社 2017年

1350 デ－タ解析の実務プロセス入門 ３社会科学 あんちべ 森北出版 2015年

1351 例題で学ぶオペレ－ションズ・リサ－チ入門 ３社会科学 伊藤益生 森北出版 2015年

1352 １からの戦略論 ３社会科学 嶋口充輝　内田和成 碩学舎 2016年

1353 シチュエ－ショナル・ストラテジ－ ３社会科学 池上重輔 中央経済社 2016年

1354 経営戦略入門 ３社会科学 井上善海　大杉奉代 中央経済社 2015年

1355 戦略的ブランド経営 ３社会科学 岡田裕幸 中央経済社 2015年

1356 ビジネスモデル  カ－ル教授のビジネス集中講義 ３社会科学 平野敦士カ－ル 朝日新聞出版 2015年

1357 経営戦略  カ－ル教授のビジネス集中講義 ３社会科学 平野敦士カ－ル 朝日新聞出版 2015年

1358 イノベ－ション ３社会科学 後藤晃 東洋経済新報社 2016年

1359 ビジネスモデルの教科書 上級編 ３社会科学 今枝昌宏 東洋経済新報社 2016年

1360 仕掛学 ３社会科学 松村真宏 東洋経済新報社 2016年

1361 事業戦略策定ガイドブック ３社会科学 坂本雅明 同文舘出版 2016年

1362 「イノベ－タ－のジレンマ」の経済学的解明 ３社会科学 伊神満 日経ＢＰ社 2018年

1363 ＭＢＡビジネスデザイン ３社会科学 早稲田大学　浅羽茂 日経ＢＰ社 2015年

1364 ゲ－ム・チェンジャ－の競争戦略 ３社会科学 内田和成 日本経済新聞出版社 2015年

1365 なぜ戦略の落とし穴にはまるのか ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2018年

1366 競争しない競争戦略 ３社会科学 山田英夫 日本経済新聞出版社 2015年

1367 自走するビジネスモデル ３社会科学 西野和美 日本経済新聞出版社 2015年

1368 〈パワ－アップ版〉わかる！伝わる！プレゼン力 ３社会科学 佐藤佳弘 武蔵野大学出版会 2018年

1369 統合思考とＥＳＧ投資  法政大学イノベ－ション・マネジメント研究センタ－叢書 ３社会科学 長谷川直哉　宮崎正浩 文眞堂 2018年

1370 経営戦略  有斐閣アルマ ３社会科学 大滝精一　金井一頼 有斐閣 2016年

1371 日本のイノベ－ションのジレンマ ３社会科学 玉田俊平太 翔泳社 2015年

1372 サステイナブル・カンパニ－入門 ３社会科学 大室悦賀 学芸出版社（京都） 2016年
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1373 イノベ－ションの成功と失敗 ３社会科学 武田立　瀬戸篤 同文舘出版 2015年

1374 アントレプレナ－の戦略論 ３社会科学 新藤晴臣 中央経済社 2015年

1375 イノベ－ション論入門 ３社会科学 土井教之　宮田由紀夫 中央経済社 2015年

1376 実践ビジネスプラン ３社会科学 川上智子　徳常泰之 中央経済社 2015年

1377 イノベ－ション・ドライバ－ズ ３社会科学 氏家豊 白桃書房 2016年

1378 マッチング・ビジネスが変える企業戦略 ３社会科学 税所哲郎 白桃書房 2016年

1379 例題で学ぶＯＲ入門 ３社会科学 大堀隆文　加地太一 コロナ社 2017年

1380 戦略としてのビジネス倫理入門 ３社会科学 高橋浩夫 丸善出版 2016年

1381 事例でみる中堅企業の成長戦略 ３社会科学 土屋勉男　金山権 同文舘出版 2017年

1382 ７日間集中講義！Ｅｘｃｅｌ回帰分析入門 ３社会科学 米谷学 オ－ム社 2018年

1383 理工系のための超頑張らないプレゼン入門 ３社会科学 安田陽 オ－ム社 2018年

1384 マネジメント技術の国際標準化と実践 ３社会科学 山岡暁 コロナ社 2018年

1385 戦略マネジメント ３社会科学 杉浦司 関西学院大学出版会 2016年

1386 経営戦略 ３社会科学 島田直樹 丸善プラネット 2018年

1387 コンカレント・カンパニ－ ３社会科学 岩谷昌樹 晃洋書房 2018年

1388 企業経営戦略論の基盤解明 ３社会科学 廣田俊郎 税務経理協会 2016年

1389 ビジネスモデル・イノベ－ション ３社会科学 玉木欽也 中央経済社 2018年

1390 戦略は「組織の強さ」に従う ３社会科学 水野由香里 中央経済社 2018年

1391 ドラッカ－『イノベ－ションと企業家精神』で学ぶ発想転換戦略：私の経験 ３社会科学 坂本和一 東信堂 2018年

1392 ＶＲＩＣマップ ３社会科学 藤原武 白桃書房 2018年

1393 仕事の決断プロセス ３社会科学 川村稲造 白桃書房 2014年

1394 ケ－スで読み解く経営戦略論 ３社会科学 草野素雄　上村聖 八千代出版 2018年

1395 イノベ－ションの最終解  Ｈａｒｖａｒｄ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ ３社会科学
クレイトン・Ｍ．クリステンセン　スコット・
Ｄ．アンソニ－

翔泳社 2014年

1396 経営はデザインそのものである ３社会科学
博報堂コンサルティング　ＨＡＫＵＨＯＤ
Ｏ　ＤＥＳＩＧＮ

ダイヤモンド社 2014年

1397 ビジネスモデルの教科書 ３社会科学 今枝昌宏 東洋経済新報社 2014年

1398 ビジネスゲ－ムセオリ－ ３社会科学 御立尚資　柳川範之 日本評論社 2014年

1399
人工知能時代に生き残る会社は、ここが違う！：リ－ダ－の発想と情熱がデ－タをチャ
ンスに変える

３社会科学
ジョシュ・サリヴァン：アンジェラ・ズタ
ヴァ－ン

集英社 2018年

1400 攻めのＩＴ戦略  情報未来叢書 ３社会科学 ＮＴＴデ－タ経営研究所 ＮＴＴ出版 2015年

1401 イノベ－ションの教科書  Ｈａｒｖａｒｄ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ ３社会科学 ハ－バ－ド・ビジネス・レビュ－編集部 ダイヤモンド社 2018年

1402 図解＆事例で学ぶプレゼンの教科書 ３社会科学 西脇資哲　カデナクリエイト マイナビ出版 2016年

1403 戦略的ＩｏＴマネジメント  シリ－ズ・ケ－スで読み解く経営学 ３社会科学 内平直志 ミネルヴァ書房 2019年

1404 「プレゼン」力 ３社会科学 山中伸弥　伊藤穣一 講談社 2016年

1405 技術経営  ベ－シック＋ ３社会科学 原拓志　宮尾学 中央経済社 2017年

1406 ＩｏＴ時代のプラットフォ－ム競争戦略 ３社会科学 加藤和彦 中央経済社 2016年

1407 グロ－バル情報システムの再構築 １ ３社会科学 安井望 中央経済社 2015年

1408 グロ－バル情報システムの再構築 ２ ３社会科学 安井望 中央経済社 2015年

1409 グロ－バル情報システムの再構築 ３ ３社会科学 安井望 中央経済社 2015年

1410 経営情報システム ３社会科学 宮川公男　上田泰 中央経済社 2014年

1411 経営情報論  有斐閣アルマ ３社会科学 遠山暁　村田潔 有斐閣 2015年

1412 オ－プン・イノベ－ションのマネジメント ３社会科学 米倉誠一郎　清水洋 有斐閣 2015年

1413 ソ－シャル・ネットワ－クとイノベ－ション戦略 ３社会科学 中野勉 有斐閣 2017年

1414 ビッグデ－タ分析を経営に活かす ３社会科学 ＫＰＭＧジャパン 中央経済社 2016年

1415 経営情報のネットワ－キング戦略と情報管理 ３社会科学 山下洋史　金子勝一 同文舘出版 2014年

1416 地域発イノベ－ションの育て方 ３社会科学 徳久悟 ＮＴＴ出版 2018年
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1417 情報マネジメントが経営を変える ３社会科学 中根雅夫 晃洋書房 2016年

1418 経営のためのデ－タマネジメント入門 ３社会科学
喜田昌樹　日本情報システム・ユ－ザ
－協会

中央経済社 2018年

1419 組織における知識の共有と創造 ３社会科学 向日恒喜 同文舘出版 2015年

1420 研究開発を成功に導くプログラムマネジメント ３社会科学 日本プロジェクトマネジメント協会 近代科学社 2018年

1421 Ｅｘｃｅｌ　＆　Ｐｏｗｅｒ　ＢＩによる企業デ－タ分析入門 ３社会科学 平井明夫　内野明彦 日経ＢＰ社 2014年

1422 実践プログラムマネジメント ３社会科学 吉田邦夫　山本秀男 日刊工業新聞社 2014年

1423 最速のリ－ダ－：最少の時間で最大の成果を上げる ３社会科学 赤羽雄二 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2017年

1424 テレワ－ク導入による生産性向上戦略  関西学院大学研究叢書 ３社会科学 古川靖洋 千倉書房 2015年

1425
ユングが教えてくれたリーダーシップと人格の高め方―すべての管理職とリーダーの
ためのタイプ論と無意識の世界

３社会科学 八木優市朗
コスモス・ライブラリ－(星
雲社)

2018年

1426 リ－ダ－シップからフォロワ－シップへ：カリスマリ－ダ－不要の組織づくりとは ３社会科学 中竹竜二 ＣＣＣメディアハウス 2018年

1427 最高のチ－ムに変わる「仕組み」のつくり方：行動科学的リ－ダ－シップ ３社会科学 石田淳 実業之日本社 2018年

1428 逆境のリ－ダ－：ビジネスで勝つ３６の実践と心得 ３社会科学 大塚明生 集英社 2018年

1429
困った部下が最高の戦力に化けるすごい共感マネジメント：売上を伸ばしているリ－ダ
－が実践している最強チ－ム

３社会科学 中田仁之 ユサブル 2018年

1430 本物のリ－ダ－になる！ ３社会科学 永井幸雄 ファ－ストプレス 2018年

1431 結果を出すリ－ダ－の選択：部下の心が動くのはどっち？ ３社会科学 上田比呂志 ナツメ社 2018年

1432 新・君主論：ＡＩ時代のビジネスリ－ダ－の条件 ３社会科学 木谷哲夫
ディスカヴァ－・トゥエン
ティワン

2018年

1433 女性リ－ダ－のための！感情マネジメントスキル ３社会科学 折戸裕子 すばる舎 2018年

1434
なぜ、「すぐに決めない」リ－ダ－が結果を出し続けるのか？：勝手に稼ぐチ－ムをつく
るシンプルな３原則

３社会科学 中村一浩 日本実業出版社 2018年

1435 リ－ダ－の「対話力」ノ－ト ３社会科学 細谷知司 ぱる出版 2018年

1436 最強のリ－ダ－シップ強化訓練教科書：インシデント・プロセス ３社会科学 岡部泉：松嶋清秀 鳥影社 2018年

1437 リ－ダ－シップ徹底講座：すぐれた管理者を目指す人のために ３社会科学 小野善生 中央経済社 2018年

1438 ＡＩ時代のリ－ダ－の原則 ３社会科学 鳥原隆志 ベストセラ－ズ 2018年

1439 私のリ－ダ－論：時代を切り開く１０ヵ条 ３社会科学 宮内義彦 日経ＢＰ社 2018年

1440 チ－ムリ－ダ－１年目の仕事のル－ル：イラストでパッとわかる ３社会科学 ＰＨＰエディタ－ズ・グル－プ ＰＨＰ研究所 2018年

1441 リ－ダ－は最後に食べなさい！：チ－ムワ－クが上手な会社はここが違う ３社会科学 サイモン・シネック：栗木さつき 日本経済新聞出版社 2018年

1442 小さな組織の「番頭」論：トップを目指さないリ－ダ－ ３社会科学 桜井義維英 みくに出版 2018年

1443
なぜ、あのリ－ダ－はチ－ムを本気にさせるのか？：内なる力を引き出す「ファシリ－
ダ－シップ」 ＤＯ　ＢＯＯＫＳ

３社会科学 広江朋紀 同文舘出版 2018年

1444 リ－ダ－は“空気”をつくれ！ ３社会科学 小笠原隆夫
アルファポリス(発売：星
雲社)

2018年

1445 脱「三逆リ－ダ－」：間違いなく部下は育ち、生産性は倍増する ３社会科学 藤田英夫 ダイヤモンド社 2018年

1446 目標を「達成するリ－ダ－」と「達成しないリ－ダ－」の習慣 ＡＳＵＫＡ　ＢＵＳＩＮＥＳＳ ３社会科学 浅井浩一 明日香出版社 2018年

1447 最高のマネジメント：超・現場型リ－ダ－の技術 ３社会科学 小林一光 きずな出版 2018年

1448 誰についていくべきか？：「ついていくべきリ－ダ－」を見極める５８のリスト ３社会科学 加藤秀視 すばる舎 2018年

1449 １０倍リ－ダ－シップ・プログラム：世界最高のリ－ダ－論 ３社会科学
タル・ベン・シャハ－：アンガス・リッジ
ウェイ

ワニブックス 2018年

1450
ヘッドハンタ－が教える次世代トップリ－ダ－の座標軸：人間力を高める経営の心得と
は

３社会科学 古田英明：縄文アソシエイツ ＰＨＰ研究所 2018年

1451
アメリカ海軍に学ぶ「最強のリ－ダ－」：チ－ム全員と揺るぎない信頼関係をつくる法 
知的生きかた文庫

３社会科学 マイケル・アブラショフ：吉越浩一郎 三笠書房 2018年

1452 つくってみよう！自分流リ－ダ－シップ ３社会科学 斎田真一 産業能率大学出版部 2018年

1453 セキュアベ－ス・リ－ダ－シップ：＜思いやり＞と＜挑戦＞で限界を超えさせる ３社会科学
ジョ－ジ・コ－ライザ－：ス－ザン・ゴ－
ルズワ－ジ－

プレジデント社 2018年

1454 ［新訳］最前線のリ－ダ－シップ：何が生死を分けるのか ３社会科学
ロナルド・Ａ・ハイフェッツ：マ－ティ・リン
スキ－

英治出版 2018年

1455 「自律」と「モチベ－ション」の教科書 ３社会科学 真田茂人
ＣＥＯＢＯＯＫＳ(日本著作
出版支援機構)

2018年

1456 リ－ダ－のための勇気づけマネジメント ３社会科学 渡邉幸生 セルバ出版 2017年

1457 リ－ダ－の一流、二流、三流 ３社会科学 吉田幸弘 明日香出版社 2017年

1458 一流のリ－ダ－になる野村の言葉 ３社会科学 野村克也 新星出版社 2017年

1459 ３００００人のリ－ダ－が意識改革！「日本郵便」流チ－ム・マネジメント講座 ３社会科学 日本郵便人材育成チ－ム
幻冬舎メディアコンサル
ティング

2017年

1460 エラスティックリ－ダ－シップ：自己組織化チ－ムの育て方 ３社会科学 ロイ・オシェロフ：島田浩二 オライリ－・ジャパン 2017年
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1461 初めて部下を持つ人のためのリ－ダ－シップ１０のル－ル ３社会科学 マリ－ン・カロセリ
ディスカヴァ－・トゥエン
ティワン

2017年

1462 入社１０年分のリ－ダ－学が３時間で学べる：理論から行動までこの１冊でマスタ－ ３社会科学 杉浦正和 日経ＢＰ社 2017年

1463 リ－ダ－に強さはいらない：フォロワ－を育て、最高のチ－ムをつくる ３社会科学 三城雄児 あさ出版 2017年

1464 心に火が付く！最強のリ－ダ－力 ３社会科学 新将命 日本文芸社 2017年

1465 一流のリ－ダ－がやっている部下のやる気に火をつける３３の方法 ３社会科学 佐藤綾子（パフォ－マンス学） 日経ＢＰ社 2017年

1466 ３０００年の英知に学ぶリ－ダ－の教科書：困難に打ち勝つ不変の原理原則 ３社会科学 鈴木博毅
ＰＨＰエディタ－ズ・グル
－プ

2017年

1467 ダ－クサイド・スキル：本当に戦えるリ－ダ－になる７つの裏技 ３社会科学 木村尚敬 日本経済新聞出版社 2017年

1468 ナディアが群れを離れる理由：変われない組織が変わるためのリ－ダ－シップ ３社会科学
ジョン・Ｐ・コッタ－：ホルガ－・ラスゲバ
－

ダイヤモンド社 2017年

1469 結果を出すリ－ダ－ほど動かない：部下が期待どおりに動く壁マネジメント術 ３社会科学 山北陽平 フォレスト出版 2017年

1470 スモ－ル・リ－ダ－シップ：チ－ムを育てながらゴ－ルに導く「協調型」リ－ダ－ ３社会科学 和智右桂 翔泳社 2017年

1471 リ－ダ－が壁にぶちあたったら読む本 ３社会科学 神田和明 あさ出版 2017年

1472 最強リ－ダ－の実学！：悩める管理職の「心と技」の強化書 ３社会科学 橋本裕之 アニモ出版 2017年

1473 優れたリ－ダ－はみな小心者である。 ３社会科学 荒川詔四 ダイヤモンド社 2017年

1474
あなたのチ－ムがうまくいかないのは「無意識」の思いこみのせいです：信頼されるリ
－ダ－になるたった１つのこと

３社会科学 守屋智敬 大和書房 2017年

1475 マッキンゼ－が教える科学的リ－ダ－シップ：リ－ダ－のもっとも重要な道具とは何か ３社会科学 クラウディオ・フェサ－：吉良直人 ダイヤモンド社 2017年

1476 みんなでつなぐリ－ダ－シップ：“誰も管理職になりたくない”時代だからこそ ３社会科学 高橋克徳 実業之日本社 2017年

1477 最高のリ－ダ－が実践している「任せる技術」 ３社会科学 麻野進 ぱる出版 2017年

1478 グロ－バルポジションを獲りにいく：世界と戦える日本人リ－ダ－の育成 ３社会科学 マネジメントサ－ビスセンタ－ 東洋経済新報社 2017年

1479 人の気持ちがわかるリ－ダ－になるための教室：東京大学の名物ゼミ ３社会科学 大岸良恵 プレジデント社 2018年

1480 賢い組織は「みんな」で決める ３社会科学
キャス・Ｒ．サンスタイン　リ－ド・ヘイス
ティ

ＮＴＴ出版 2016年

1481 リ－ダ－シップの教科書 ３社会科学 ハ－バ－ド・ビジネス・レビュ－編集部 ダイヤモンド社 2018年

1482 組織開発の探究 ３社会科学 中原淳　中村和彦 ダイヤモンド社 2018年

1483 「学習する組織」入門 ３社会科学 小田理一郎 英治出版 2017年

1484 サ－バントであれ ３社会科学 ロバ－ト・Ｋ．グリ－ンリ－フ　野津智子 英治出版 2016年

1485 なぜ弱さを見せあえる組織が強いのか ３社会科学
ロバ－ト・キ－ガン　リサ・ラスコウ・レイ
ヒ－

英治出版 2017年

1486 出現する未来から導く ３社会科学
Ｃ．オット－・シャ－マ－　カトリン・カウ
ファ－

英治出版 2015年

1487 なぜ日本企業は勝てなくなったのか  新潮選書 ３社会科学 太田肇 新潮社 2017年

1488 経営組織論  はじめての経営学 ３社会科学 鈴木竜太 東洋経済新報社 2018年

1489 これからのマネジャ－の教科書 ３社会科学 グロ－ビス経営大学院　田久保善彦 東洋経済新報社 2016年

1490 未来を構想し、現実を変えていくイノベ－タ－シップ ３社会科学 徳岡晃一郎 東洋経済新報社 2016年

1491 いつかリ－ダ－になる君たちへ ３社会科学 安部敏樹　坂口菊恵 日経ＢＰ社 2015年

1492 イノベ－ションを起こす組織 ３社会科学 野中郁次郎　西原文乃 日経ＢＰ社 2017年

1493 組織の罠 ３社会科学 クリス・ア－ジリス　河野昭三 文眞堂 2016年

1494 組織認識論の世界 ３ ３社会科学 高橋量一 文眞堂 2015年

1495 サボタ－ジュ・マニュアル ３社会科学 アメリカ合衆国戦略諜報局　越智啓太 北大路書房 2015年

1496 組織の経済学入門 ３社会科学 菊沢研宗 有斐閣 2016年

1497 組織と市場 ３社会科学 野中郁次郎 千倉書房 2014年

1498 シェアド・リ－ダ－シップ ３社会科学 石川淳 中央経済社 2016年

1499 戦略の実行とミドルのマネジメント ３社会科学 坂本雅明 同文舘出版 2015年

1500 シャイン博士が語る組織開発と人的資源管理の進め方 ３社会科学 エドガ－　Ｈ．シャイン　尾川丈一 白桃書房 2017年

1501 組織論から考えるワ－クショップデザイン ３社会科学 北野清晃　宇野伸宏 三省堂 2016年

1502 基礎からわかる経営組織 ３社会科学 松本久良 産業能率大学出版部 2015年

1503 組織行動 ３社会科学 須田敏子 ＮＴＴ出版 2018年

1504 次世代型組織へのフォロワ－シップ論 ３社会科学 松山一紀 ミネルヴァ書房 2018年
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1505 ビギナ－ズ経営組織論 ３社会科学 槙谷正人 中央経済社 2018年

1506 表象の組織論 ３社会科学 内藤勲　涌田幸宏 中央経済社 2016年

1507 企業の持続性と組織変革 ３社会科学 槙谷正人 文眞堂 2016年

1508 インタ－ベンション・スキルズ ３社会科学 Ｗ．ブレンダン・レディ　津村俊充 金子書房 2018年

1509 「やりがいのある仕事」と「働きがいのある職場」 ３社会科学 伊藤健市 晃洋書房 2017年

1510 ＩＣＴを活用した組織変革 ３社会科学 安達房子 晃洋書房 2016年

1511 組織マネジメント入門 ３社会科学 石井晴夫　樋口徹 中央経済社 2018年

1512 パフォ－マンスを生み出すグロ－バルリ－ダ－の育成 ３社会科学 永井裕久　キャロライン・Ｆ．ベントン 白桃書房 2015年

1513 組織設計と個人行動 ３社会科学 丁圏鎭 文眞堂 2016年

1514 チ－ムが機能するとはどういうことか ３社会科学 エイミ－・Ｃ．エドモンドソン　野津智子 英治出版 2014年

1515 組織学習の理論と実践 ３社会科学 辻本篤 生産性出版 2014年

1516 優れたリ－ダ－は、なぜ「立ち止まる」のか ３社会科学 ケヴィン・キャッシュマン　樋口武志 英治出版 2014年

1517 ヒュ－マン・エレメント・アプロ－チ 組織編 ３社会科学 ウィル・シュッツ　ビジネスコンサルタント 白桃書房 2014年

1518 社是・経営理念論 ３社会科学 佐々木直 中央経済社 2014年

1519
あなたのいるところが仕事場になる：「経営」「ワ－クスタイル」「地域社会」が一変する
テ

３社会科学 森本登志男 大和書房 2017年

1520 地域と人を活かすテレワ－ク ３社会科学 古賀広志：柳原佐智子 同友館 2018年

1521
リ－ダ－必須の職場コミュニケ－ション６１のスキル：カウンセリング、ティ－チング、コ
－チング、報連相の活かし方

３社会科学 五十嵐仁 セルバ出版 2018年

1522 働き方改革ができるリ－ダ－が会社を変える ３社会科学 太田邦幸 こう書房 2017年

1523 「名探偵コナンに学ぶ」ロジカルシンキングの超基本 神ビジ ３社会科学 上野豪 かんき出版 2018年

1524 ロジカル・シンキングがよくわかる本 図解ポケット ３社会科学 今井信行 秀和システム 2018年

1525 クリティカル・シンキングがよくわかる本 図解ポケット ３社会科学 今井信行 秀和システム 2018年

1526 ダイバ－シティ・マネジメント入門 ３社会科学 尾﨑俊哉 ナカニシヤ出版 2017年

1527 ワ－ク・ライフ・バランスと経営学  現代社会を読む経営学 ３社会科学 平澤克彦　中村艶子 ミネルヴァ書房 2017年

1528 社会変革のためのシステム思考実践ガイド ３社会科学
デイヴィッド・ピ－タ－・ストロ－　小田理
一郎

英治出版 2018年

1529 ビジネスパ－ソンのためのアサ－ション入門 ３社会科学 平木典子　金井寿宏 金剛出版 2016年

1530 モチベ－ション・マネジメント ３社会科学 榎本博明 産業能率大学出版部 2015年

1531 国際人的資源管理  ベ－シック＋ ３社会科学 関口倫紀　竹内規彦 中央経済社 2016年

1532 人的資源管理  ベ－シック＋ ３社会科学 上林憲雄 中央経済社 2016年

1533 多様な人材のマネジメント ３社会科学 奥林康司　平野光俊 中央経済社 2014年

1534 ダイバ－シティ経営と人材活用 ３社会科学 佐藤博樹　武石恵美子 東京大学出版会 2017年

1535 ワ－ク・ライフ・バランス支援の課題 ３社会科学 佐藤博樹　武石恵美子 東京大学出版会 2014年

1536 シニア人材マネジメントの教科書 ３社会科学 崎山みゆき　長田久雄 日本経済新聞出版社 2015年

1537 日本の人事を科学する ３社会科学 大湾秀雄 日本経済新聞出版社 2017年

1538 働き方改革の経済学 ３社会科学 八代尚宏 日本評論社 2017年

1539 新しい人事労務管理  有斐閣アルマ ３社会科学 佐藤博樹　藤村博之 有斐閣 2015年

1540 人事管理  有斐閣ストゥディア ３社会科学 平野光俊　江夏幾多郎 有斐閣 2018年

1541 経験から学ぶ人的資源管理  有斐閣ブックス ３社会科学 上林憲雄　厨子直之 有斐閣 2018年

1542 ヒト・仕事・職場のマネジメント ３社会科学 澤田幹　谷本啓 ミネルヴァ書房 2016年

1543 個と組織を生かすキャリア発達の心理学 ３社会科学 二村英幸 金子書房 2015年

1544 人的資源管理の基本 ３社会科学 白木三秀 文眞堂 2015年

1545 事例でわかる発達障害と職場のトラブルへの対応 ３社会科学 谷原弘之 法研 2018年

1546 人と組織を変える自己効力 ３社会科学 林伸二 同文舘出版 2014年

1547 戦略的人的資源管理論 ３社会科学 松山一紀 白桃書房 2015年

1548 オフィスコミュニケ－ショントレ－ニング ３社会科学 平澤知穂 ナカニシヤ出版 2018年
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1549 働きがいの人材マネジメント ３社会科学 谷田部光一 晃洋書房 2016年

1550 これからの人材マネジメント ３社会科学 竹内裕 中央経済社 2015年

1551 日本的雇用制度はどこへ向かうのか ３社会科学 八代充史 中央経済社 2017年

1552 グロ－バリズムと共感の時代の人事制度 ３社会科学 山西均 白桃書房 2015年

1553 価値創発（ＥＶＰ）時代の人的資源管理 ３社会科学 守屋貴司　中村艶子 ミネルヴァ書房 2018年

1554 働きやすい職場づくりのヒント ３社会科学 櫻澤博文 金剛出版 2018年

1555 人を活かし組織を変えるインタ－ナル・コミュニケ－ション経営 ３社会科学 清水正道　柴山慎一 経団連出版 2019年

1556 未来をひらくビジネスマナ－ ３社会科学 長江由美子 大学教育出版 2018年

1557 知識労働者の人的資源管理 ３社会科学 三輪卓己 中央経済社 2015年

1558 働き方改革をすすめる「ホワイトカラ－資格」 ３社会科学 宮下清 中央経済社 2018年

1559 人的資源管理と日本の組織 ３社会科学 山下洋史 同文舘出版 2016年

1560 人的資源管理の力 ３社会科学 白木三秀 文眞堂 2018年

1561 個性を活かす人材マネジメント ３社会科学 谷内篤博 勁草書房 2016年

1562 学生のためのＨＲＭ入門 ３社会科学 小野豊和 文眞堂 2014年

1563 ワ－ク・ライフ・バランスのすすめ ３社会科学 村上文 法律文化社 2014年

1564 ヒュ－マン・エレメント・アプロ－チ 個人編 ３社会科学 ウィル・シュッツ　ビジネスコンサルタント 白桃書房 2014年

1565 大学生のためのコ－チングとファシリテ－ションの心理学 ３社会科学 本山雅英 北大路書房 2014年

1566 採用学  新潮選書 ３社会科学 服部泰宏 新潮社 2016年

1567 学生のためのキャリアデザイン入門 ３社会科学 渡辺峻　伊藤健市 中央経済社 2015年

1568 日本企業の採用革新 ３社会科学 服部泰宏　矢寺顕行 中央経済社 2018年

1569 時間を取り戻す ３社会科学 渡部あさみ 旬報社 2016年

1570 「弱い」リ－ダ－が最強のチ－ムをつくる ３社会科学 嶋津良智 ぱる出版 2018年

1571 人を動かす本気の「叱り」：「リ－ダ－シップ」の本を１０００冊読んでもダメだっ ３社会科学 葛川睦 現代書林 2018年

1572
部下のやる気を引き出す「リ－ダ－」のチェックボックス Ａｓｕｋａ　ｂｕｓｉｎｅｓｓ　＆　ｌａｎｇ
ｕａｇｅ　ｂｏｏｋ

３社会科学 中澤仁美 明日香出版社 2018年

1573 最高のリ－ダ－ほど教えない：部下が自ら成長する「気づき」のマネジメント ３社会科学 鮎川詢裕子 かんき出版 2018年

1574 リ－ダ－の「人の動かし方」：いつも目標達成ができる稼ぐチ－ムを作る ３社会科学 草地真 ぱる出版 2018年

1575 教え子が成長するリ－ダ－は何をしているのか ３社会科学 夏まゆみ サンマ－ク出版 2017年

1576
リ－ダ－が覚えるコ－チングメソッド：７つの質問でチ－ムが劇的に進化する フェニック
スシリ－ズ

３社会科学 マイケル・バンゲイ・スタニエ：神月謙一 パンロ－リング 2017年

1577 一流のリ－ダ－ほど、しゃべらない ３社会科学 桜井一紀 すばる舎 2017年

1578 リクル－ト流イノベ－ション研修全技法：次世代リ－ダ－を育て、新規事業を生み出す ３社会科学 井上功
ディスカヴァ－・トゥエン
ティワン

2017年

1579
はじめてのリ－ダ－のための実践！フィ－ドバック：耳の痛いことを伝えて部下と職場
を立て直す「全技術」

３社会科学 中原淳 ＰＨＰ研究所 2017年

1580 部下を腐らせないリ－ダ－になるための部下育成術 ３社会科学 二瓶哲 セルバ出版 2017年

1581 研修開発入門「研修転移」の理論と実践 ３社会科学 中原淳　島村公俊 ダイヤモンド社 2018年

1582 組織のなかで人を育てる ３社会科学 佐藤厚 有斐閣 2016年

1583 続・企業内研修にすぐ使えるケ－ススタディ ３社会科学 日本能率協会コンサルティング 経団連出版 2018年

1584 技術者のためのわかりやすい文書の書き方 ３社会科学 森谷仁 オ－ム社 2015年

1585 入門考える技術・書く技術 スライド編 ３社会科学 山崎康司 ダイヤモンド社 2016年

1586 一流ビジネススク－ルで教えるデジタル・シフト戦略 ３社会科学
ジョ－ジ・ウェスタ－マン　ディディエ・ボ
ネ

ダイヤモンド社 2018年

1587 デジタルＣＦＯ：これが新時代のリ－ダ－像だ！ ３社会科学 高見陽一郎：青柳喜郎 東洋経済新報社 2017年

1588 ＲＯＥ革命の財務戦略 ３社会科学 柳良平 中央経済社 2015年

1589 ＲＯＥ経営と見えない価値 ３社会科学 柳良平　兵庫真一郎 中央経済社 2017年

1590 コ－ポレ－ト・ファイナンス ３社会科学 新井富雄　高橋文郎 中央経済社 2016年

1591 テキスト財務管理論 ３社会科学 坂本恒夫　鳥居陽介 中央経済社 2015年

1592 国際経営財務の研究 ３社会科学 小林康宏 税務経理協会 2016年
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1593 財務管理の基礎知識 ３社会科学 平野秀輔 白桃書房 2017年

1594 経営財務の情報分析 ３社会科学 古川経営研究会　宮本順二朗 学文社 2015年

1595 リスクファイナンス入門 ３社会科学 諏澤吉彦 中央経済社 2018年

1596 中小企業の財務管理入門 ３社会科学 坂本孝司 中央経済社 2018年

1597 入門ビジネス＆ファイナンス ３社会科学 仁科一彦　斉藤都美 中央経済社 2018年

1598 トレジャリ－・マネジメント ３社会科学 岸本光永　昆政彦 中央経済社 2015年

1599 ザ・クラウドファンディング  ＫＩＮＺＡＩバリュ－叢書 ３社会科学 佐々木敦也 金融財政事情研究会 2016年

1600 図解＆スト－リ－「資本コスト」入門 ３社会科学 岡俊子 中央経済社 2019年

1601 ドラッカ－の実践マネジメント教室：経営のリアルな問題をいかにして解決へ導くか ３社会科学 Ｐ．Ｆ．ドラッカー：上田惇生 ダイヤモンド社 2014年

1602 地域コミュニティをつくって稼ぐ地域Ｎｏ．１コンサルタントがしていること Ｄｏ　ｂｏｏｋｓ ３社会科学 赤松範胤 同文舘出版 2015年

1603 企業価値評価【入門編】 ３社会科学 鈴木一功 ダイヤモンド社 2018年

1604 新・ほんとうにわかる経営分析 ３社会科学 高田直芳 ダイヤモンド社 2016年

1605 財務諸表分析 ３社会科学 桜井久勝 中央経済社 2017年

1606 バリュエ－ションの教科書 ３社会科学 森生明 東洋経済新報社 2016年

1607 グロ－バル企業の財務報告分析 ３社会科学 西澤茂　上西順子 中央経済社 2017年

1608 入門経営分析 ３社会科学 藤永弘　長井敏行 同文舘出版 2015年

1609 現代日本の企業分析 ３社会科学 企業分析研究会 新日本出版社 2018年

1610 経営力と経営分析 ３社会科学 坂本恒夫　鳥居陽介 税務経理協会 2017年

1611 ビジネス・アカウンティング ３社会科学 山根節　太田康広 中央経済社 2016年

1612 図解管理会計入門 ３社会科学 渡辺康夫 東洋経済新報社 2014年

1613 現場が動き出す会計 ３社会科学 伊丹敬之　青木康晴 日本経済新聞出版社 2016年

1614 管理会計  放送大学教材 ３社会科学 齋藤正章 放送大学教育振興会 2018年

1615 現代の内部監査  放送大学教材 ３社会科学 齋藤正章　蟹江章 放送大学教育振興会 2017年

1616 管理会計・入門  有斐閣アルマ ３社会科学 浅田孝幸　頼誠 有斐閣 2017年

1617 管理会計の理論と実務 ３社会科学 川野克典 中央経済社 2016年

1618 経営に活かす戦略会計 ３社会科学 多田敏夫 中央経済社 2015年

1619 ものづくり企業の管理会計 ３社会科学 上總康行　長坂悦敬 中央経済社 2016年

1620 管理会計基礎論 ３社会科学 吉田康久 中央経済社 2016年

1621 企業グル－プの管理会計 ３社会科学 園田智昭 中央経済社 2017年

1622 戦略的管理会計と統合報告 ３社会科学 ショ－ン・スタイン・スミス　伊藤和憲 同文舘出版 2018年

1623 強い会社をつくる「バランス会計」入門 ３社会科学 堀田友三郎　川野克典 中央経済社 2018年

1624 論点で学ぶ原価計算  ライブラリ論点で学ぶ会計学 ３社会科学 清水孝 新世社（渋谷区） 2018年

1625 原価計算 ３社会科学 清水孝 税務経理協会 2017年

1626 テキスト原価会計 ３社会科学 高橋賢 中央経済社 2015年

1627 原価計算セミナ－ ３社会科学 片岡洋一 中央経済社 2015年

1628 スタンダ－ド原価計算 ３社会科学 建部宏明　長屋信義 同文舘出版 2018年

1629 ファ－ストステップ原価計算を学ぶ ３社会科学 山北晴雄　福田淳児 中央経済社 2016年

1630 原価・管理会計の基礎 ３社会科学 山田庫平　吉村聡 中央経済社 2018年

1631 原価計算ガイダンス ３社会科学 柳田仁 中央経済社 2018年

1632 基本原価計算 ３社会科学 建部宏明　山浦裕幸 同文舘出版 2018年

1633 日米企業の利益率格差  一橋大学日本企業研究センタ－研究叢書 ３社会科学 伊丹敬之 有斐閣 2006年

1634 ケ－スブック財務会計  ライブラリケ－スブック会計学 ３社会科学 平野智久 新世社（渋谷区） 2018年

1635 会計研究入門 ３社会科学 鈴木義夫　千葉修身 森山書店 2015年

1636 基礎財務会計 ３社会科学 五十嵐邦正 森山書店 2017年
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1637 現代会計用語辞典 ３社会科学 高須教夫　倉田幸路 税務経理協会 2016年

1638 すらすら税効果会計 ３社会科学 三林昭弘 中央経済社 2018年

1639 ゼロからはじめる英文会計入門 ３社会科学 建宮努 中央経済社 2015年

1640 だから、会計業界はおもしろい！ ３社会科学 山田淳一郎 中央経済社 2018年

1641 デリバティブの会計入門 ３社会科学 新日本有限責任監査法人 中央経済社 2016年

1642 会計学の手法 ３社会科学 田村威文　中条祐介 中央経済社 2015年

1643 会計参謀 ３社会科学 谷口学 中央経済社 2016年

1644 会計法規集 ３社会科学 中央経済社 中央経済社 2018年

1645 現代会計学 ３社会科学 新井清光　川村義則 中央経済社 2018年

1646 財務会計 ３社会科学 広瀬義州 中央経済社 2015年

1647 財務会計講義 ３社会科学 桜井久勝 中央経済社 2018年

1648 会計人のための楽しく学ぶビジネス英語 ３社会科学 ダニエル・ド－ラン　橋本尚 同文舘出版 2014年

1649 帳簿が語る歴史の真実 ３社会科学 渡辺泉 同文舘出版 2016年

1650 会計不正はこう見抜け ３社会科学
ハワ－ド・Ｍ．シリット　ジェレミ－・パ－
ラ－

日経ＢＰ社 2015年

1651 新・会計図解事典 ３社会科学 金子智朗 日経ＢＰ社 2016年

1652 ３語で学ぶ会計 ３社会科学 山田咲道 日本経済新聞出版社 2016年

1653 新・現代会計入門 ３社会科学 伊藤邦雄 日本経済新聞出版社 2018年

1654 揺れる現代会計 ３社会科学 石川純治 日本評論社 2014年

1655 現代会計  放送大学教材 ３社会科学 齋藤真哉 放送大学教育振興会 2016年

1656 はじめて出会う会計学  有斐閣アルマ ３社会科学 川本淳　野口昌良 有斐閣 2015年

1657 財務会計・入門  有斐閣アルマ ３社会科学 桜井久勝　須田一幸 有斐閣 2018年

1658 アカウンタビリティから経営倫理へ ３社会科学 國部克彦 有斐閣 2017年

1659 企業会計入門 ３社会科学 斎藤静樹 有斐閣 2016年

1660 はじめての会計学 ３社会科学 日本大学 森山書店 2016年

1661 歴史に学ぶ会計の「なぜ？」 ３社会科学 ト－マス・Ａ．キング　友岡賛 税務経理協会 2015年

1662 テキスト入門会計学 ３社会科学 大塚宗春　福島隆 中央経済社 2017年

1663 会計の再生 ３社会科学 バル－ク・レブ　フェン・グ－ 中央経済社 2018年

1664 税効果会計入門 ３社会科学 鈴木一水 同文舘出版 2017年

1665 ＧＤＰも純利益も悪徳で栄える ３社会科学 田中弘 税務経理協会 2016年

1666 スタ－トガイド会計学 ３社会科学 小栗崇資　森田佳宏 中央経済社 2017年

1667 会計とコ－ポレ－ト・ガバナンスの英語 ３社会科学 田中智子 中央経済社 2018年

1668 最新中小企業会計論 ３社会科学 河崎照行 中央経済社 2016年

1669 初めての会計学 ３社会科学 小野保之　靏日出郎 中央経済社 2016年

1670 スタ－トアップ会計学 ３社会科学 上野清貴 同文舘出版 2018年

1671 会計のいま、監査のいま、そして内部統制のいま ３社会科学 八田進二　伊豫田隆俊 同文舘出版 2016年

1672 レクチャ－財務会計 ３社会科学 山本誠 中央経済社 2015年

1673 会計学エッセンス ３社会科学 内藤文雄 中央経済社 2018年

1674 現代財務会計のエッセンス ３社会科学 郡司健 中央経済社 2017年

1675 財務会計入門 ３社会科学 田中建二 中央経済社 2018年

1676 財務会計論の基礎と応用 ３社会科学 菊谷正人　依田俊伸 中央経済社 2018年

1677 「企業文化」の監査プログラム ３社会科学 稲垣浩二 同文舘出版 2018年

1678 企業会計の基礎理論 ３社会科学 村田直樹 同文舘出版 2014年

1679 財務会計の基礎理論と展開 ３社会科学 上江洲由正　大城建夫 同文舘出版 2014年

1680 国際会計論 ３社会科学 森川八洲男 白桃書房 2015年
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1681 財務会計論 ３社会科学 滝田輝己 税務経理協会 2015年

1682 テキスト会計学講義 ３社会科学 原俊雄　高橋賢 中央経済社 2018年

1683 ビジネスセンスが身につく会計学 ３社会科学 成川正晃 中央経済社 2018年

1684 財務会計の基礎 ３社会科学 上野清貴 中央経済社 2018年

1685 財務会計教科書 ３社会科学 久保田秀樹 中央経済社 2018年

1686 新版まなびの入門会計学 ３社会科学 朴大栄　小沢義昭 中央経済社 2018年

1687 新版会計学入門 ３社会科学 千代田邦夫 中央経済社 2018年

1688 図解でナットク！会計入門 ３社会科学 桝岡源一郎 中央経済社 2019年

1689 ケ－スでまなぶ財務会計 ３社会科学 永野則雄 白桃書房 2018年

1690 ケ－スブック会計学入門  ライブラリケ－スブック会計学 ３社会科学 永野則雄 新世社（渋谷区） 2014年

1691 会計の世界史 ３社会科学 田中靖浩 日本経済新聞出版社 2018年

1692 勘定科目・仕訳事典 ３社会科学 日本簿記学会　新田忠誓 中央経済社 2017年

1693 複式簿記のサイエンス ３社会科学 石川純治 税務経理協会 2015年

1694 簿記の基本を学ぶ ３社会科学 八田進二　橋本尚 同文舘出版 2016年

1695 初歩から学ぶ簿記・経営分析 ３社会科学 三枝幸文　松井富佐男 税務経理協会 2016年

1696 簿記概論 ３社会科学 白石和孝 税務経理協会 2015年

1697 基本簿記論 ３社会科学 関西学院大学 中央経済社 2017年

1698 現場で使える簿記・会計 ３社会科学 上野清貴 中央経済社 2017年

1699 簿記はじめの一歩 ３社会科学 山崎雅教 中央経済社 2014年

1700 簿記入門テキスト ３社会科学 伊藤竜峰　長吉真一 中央経済社 2017年

1701 エッセンス簿記会計 ３社会科学 新田忠誓 森山書店 2018年

1702 簿記の思考と技法 ３社会科学 中村文彦 森山書店 2018年

1703 簿記入門 ３社会科学 小野保之　靏日出郎 森山書店 2014年

1704 ゼロからスタ－ト簿記入門 ３社会科学 渡辺竜介　山北晴雄 税務経理協会 2018年

1705 ビジネスセンスが身につく簿記 ３社会科学 成川正晃 中央経済社 2018年

1706 レクチャ－初級簿記 ３社会科学 千葉商科大学会計研究室 中央経済社 2018年

1707 初級簿記テキスト ３社会科学 伊藤龍峰　工藤栄一郎 中央経済社 2018年

1708 入門簿記のエッセンス ３社会科学 岡部勝成 中央経済社 2018年

1709 簿記が基礎からわかる本 ３社会科学 清村英之 同文舘出版 2019年

1710 簿記の技法とシステム ３社会科学 上江洲由正　大城建夫 同文舘出版 2017年

1711 図解「財務３表のつながり」でわかる会計の基本 ３社会科学 國貞克則 ダイヤモンド社 2014年

1712 国際会計基準を学ぶ  わしづかみシリ－ズ ３社会科学 田中弘　藤田晶子 税務経理協会 2016年

1713 会計基準の考え方 ３社会科学 西川郁生 税務経理協会 2018年

1714 財務諸表論の考え方 ３社会科学 田中弘 税務経理協会 2015年

1715 新財務諸表論 ３社会科学 田中弘 税務経理協会 2015年

1716 すらすら図解新ＩＦＲＳのしくみ ３社会科学 あずさ監査法人 中央経済社 2016年

1717 粉飾決算 ３社会科学 浜田康 日本経済新聞出版社 2016年

1718 ＩＦＲＳ国際会計基準の基礎 ３社会科学 平松一夫 中央経済社 2018年

1719 エッセンシャル連結会計 ３社会科学 山地範明 中央経済社 2017年

1720 レクチャ－財務諸表論 ３社会科学 岩崎健久　平石智紀 中央経済社 2017年

1721 財務報告論 ３社会科学 矢部孝太郎　原田保秀 中央経済社 2017年

1722 実践財務諸表分析 ３社会科学 新田忠誓　善積康夫 中央経済社 2017年

1723 はじめて学ぶ国際会計論 ３社会科学 池田健一 同文舘出版 2018年

1724 中小企業会計基準の課題と展望 ３社会科学 櫛部幸子 同文舘出版 2016年
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1725 連結会計の基礎 ３社会科学 上野清貴 中央経済社 2014年

1726 図解でスッキリ収益認識の会計入門 ３社会科学 ＥＹ新日本有限責任監査法人 中央経済社 2018年

1727 図解一番はじめに読む時価・減損会計の本 ３社会科学 小澤善哉 東洋経済新報社 2014年

1728 監査論を学ぶ  わしづかみシリ－ズ ３社会科学 蟹江章　藤岡英治 税務経理協会 2017年

1729 監査論テキスト ３社会科学 山浦久司 中央経済社 2015年

1730 財務諸表監査における「職業的懐疑心」 ３社会科学 増田宏一　梶川融 同文舘出版 2015年

1731 【鼎談】不正－最前線 ３社会科学 八田進二　堀江正之 同文舘出版 2019年

1732 監査の現場からの声 ３社会科学 監査の品質に関する研究会 同文舘出版 2018年

1733 税務会計要論 ３社会科学 中田信正 同文舘出版 2017年

1734 図解国際税務「超」入門 ３社会科学 山田＆パ－トナ－ズ監修　加藤友彦 税務経理協会 2018年

1735 現代税務会計論 ３社会科学 成道秀雄　坂本雅士 中央経済社 2018年

1736 地域通貨によるコミュニティ・ドック ３社会科学 西部忠 専修大学出版局 2018年

1737 現代貨幣論 ３社会科学 金子邦彦 晃洋書房 2018年

1738 貨幣ゲ－ムの政治経済学 ３社会科学 柳田辰雄 東信堂 2015年

1739 貨幣の「新」世界史 ３社会科学 カビ－ル・セガ－ル　小坂恵理 早川書房 2016年

1740 貨幣の条件  筑摩選書 ３社会科学 上田信（中国史） 筑摩書房 2016年

1741 景気変動論 ３社会科学 妹尾芳彦 新評論 2016年

1742 Ｆｉｎｔｅｃｈとは何か ３社会科学 隈本正寛　松原義明 金融財政事情研究会 2016年

1743 金融論  ベ－シック＋ ３社会科学 家森信善 中央経済社 2019年

1744 ＦｉｎＴｅｃｈ　２．０ ３社会科学 楠真 中央経済社 2016年

1745 ＦｉｎＴｅｃｈイノベ－ション入門  ＦｉｎＴｅｃｈライブラリ－ ３社会科学 津田博史　嶋田康史 朝倉書店 2018年

1746 ディ－プラ－ニング入門  ＦｉｎＴｅｃｈライブラリ－ ３社会科学 津田博史　嶋田康史 朝倉書店 2018年

1747 ＦｉｎＴｅｃｈが変える！ ３社会科学 小林啓倫 朝日新聞出版 2016年

1748 ＦｉｎＴｅｃｈ ３社会科学 加藤洋輝　桜井駿 東洋経済新報社 2016年

1749 ＦｉｎＴｅｃｈの衝撃 ３社会科学 城田真琴 東洋経済新報社 2016年

1750 仮想通貨 ３社会科学 岡田仁志　高橋郁夫 東洋経済新報社 2015年

1751 トップアナリストがナビする金融の「しくみ」と「理論」 ３社会科学 野崎浩成 同文舘出版 2015年

1752 なぜ、日本でＦｉｎＴｅｃｈが普及しないのか  Ｂ＆Ｔブックス ３社会科学 大平公一郎 日刊工業新聞社 2018年

1753 ＦｉｎＴｅｃｈ大全 ３社会科学
スザンヌ・キシュティ　ヤノシュ・バ－ベり
ス

日経ＢＰ社 2017年

1754 ＦｉｎＴｅｃｈ入門 ３社会科学 辻庸介　瀧俊雄 日経ＢＰ社 2016年

1755 仮想通貨の教科書 ３社会科学
ア－ヴィンド・ナラヤナン　ジョセフ・ボノ
－

日経ＢＰ社 2016年

1756 金融の仕組みと働き  有斐閣ブックス ３社会科学 岡村秀夫　田中敦（金融） 有斐閣 2017年

1757 支払決済法 ３社会科学 小塚荘一郎　森田果 商事法務 2018年

1758 金融とＩＴの政策学 ３社会科学 神作裕之　小野傑 金融財政事情研究会 2018年

1759 理系人材のための金融経済リテラシ－ ３社会科学 岡野武志　太田珠美 金融財政事情研究会 2018年

1760 知識の基盤になるファイナンス ３社会科学 石橋尚平　高橋陽二 中央経済社 2018年

1761 金融の基礎 ３社会科学 沈徹 八千代出版 2018年

1762 ファイナンスの哲学 ３社会科学 堀内勉 ダイヤモンド社 2016年

1763 ファイナンスハンドブック ３社会科学 早稲田大学　早稲田大学 中央経済社 2016年

1764 金融市場のための統計学 ３社会科学 若林公子 きんざい 2018年

1765 よくわかる！ファイナンス入門 ３社会科学 石橋春男　高木信久 慶応義塾大学出版会 2014年

1766 日本の金融リスク管理を変えた１０大事件 ３社会科学 藤井健司 金融財政事情研究会 2016年

1767 デリバティブ入門講義 ３社会科学 根岸康夫 金融財政事情研究会 2018年

1768 金利「超」入門 ３社会科学 美和卓 日本経済新聞出版社 2017年
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1769 医師の経済的自由 ３社会科学 自由気ままな整形外科医 中外医学社 2017年

1770 基礎から学べる金融商品取引法 ３社会科学 近藤光男　志谷匡史 弘文堂 2018年

1771 入門証券市場論  有斐閣ブックス ３社会科学 釜江広志 有斐閣 2015年

1772 ケインズと株式投資 ３社会科学 西野武彦 日本経済新聞出版社 2015年

1773 実戦デ－タマイニング ３社会科学 月本洋　松本一教 オ－ム社 2018年

1774 暗号通貨の経済学  講談社選書メチエ ３社会科学 小島寛之 講談社 2019年

1775 ブロックチェ－ン技術入門 ３社会科学 岸上順一　藤村滋 森北出版 2017年

1776 ブロックチェ－ンをめぐる実務・政策と法 ３社会科学 久保田隆 中央経済社 2018年

1777 決定版ビットコイン＆ブロックチェ－ン ３社会科学 岡田仁志 東洋経済新報社 2018年

1778 トコトンやさしいブロックチェ－ンの本  今日からモノ知りシリ－ズ ３社会科学 上野仁 日刊工業新聞社 2018年

1779 ブロックチェ－ン技術の未解決問題 ３社会科学 松尾真一郎　楠正憲 日経ＢＰ社 2018年

1780 ブロックチェ－ンの未来 ３社会科学 翁百合　柳川範之 日本経済新聞出版社 2017年

1781 キャッシュレス経済 ３社会科学 川野祐司 文眞堂 2018年

1782 徹底理解ブロックチェ－ン ３社会科学 Ｄａｎｉｅｌ　Ｄｒｅｓｃｈｅｒ インプレス 2018年

1783 仮想通貨の時代 ３社会科学
Ｐａｕｌ　Ｖｉｇｎａ、Ｍｉｃｈａｅｌ　Ｊ　マイケル・
Ｊ・ケ－シ－

マイナビ出版 2017年

1784 図解でスッキリ仮想通貨の会計とブロックチェ－ンのしくみ ３社会科学 ＥＹ新日本有限責任監査法人 中央経済社 2018年

1785 グロ－バル銀行業界の課題と展望 ３社会科学 新形敦 文眞堂 2015年

1786 暗号通貨取引の理論 ３社会科学 ギディオン・サミッド　齋藤哲哉 金融財政事情研究会 2018年

1787 キャッシュレス社会と通貨の未来 ３社会科学 キャッシュレスの未来を考える会 民事法研究会 2019年

1788 ハウス・オブ・デット ３社会科学 アティフ・ミアン　アミ－ル・サフィ 東洋経済新報社 2015年

1789 危機と決断 上 ３社会科学 ベン・Ｓ．バ－ナンキ　小此木潔 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

1790 危機と決断 下 ３社会科学 ベン・Ｓ．バ－ナンキ　小此木潔 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

1791 金利と経済 ３社会科学 翁邦雄 ダイヤモンド社 2017年

1792 経済の大転換と日本銀行  シリ－ズ現代経済の展望 ３社会科学 翁邦雄 岩波書店 2015年

1793 検証バブル失政 ３社会科学 軽部謙介 岩波書店 2015年

1794 アベノミクスは進化する ３社会科学 原田泰　片岡剛士 中央経済社 2017年

1795 マイナス金利政策 ３社会科学 岩田一政　左三川郁子 日本経済新聞出版社 2016年

1796 異次元緩和の終焉 ３社会科学 野口悠紀雄 日本経済新聞出版社 2017年

1797 黒田日銀　超緩和の経済分析 ３社会科学 日本経済新聞社 日本経済新聞出版社 2018年

1798 超金融緩和からの脱却 ３社会科学 白井早由里 日本経済新聞出版社 2016年

1799 日本銀行の敗北 ３社会科学 相沢幸悦 日本経済評論社 2016年

1800 負の利子率政策 ３社会科学 清水誠 日本評論社 2015年

1801 ＦｉｎＴｅｃｈビジネスと法２５講 ３社会科学 有吉尚哉　本柳祐介 商事法務 2016年

1802 金商法入門 ３社会科学 梅本剛正 中央経済社 2018年

1803 新しいファイナンス手法 ３社会科学 西村あさひ法律事務所 金融財政事情研究会 2015年

1804 地方創生のための地域金融機関の役割 ３社会科学 家森信善 中央経済社 2018年

1805 はじめよう、お金の地産地消 ３社会科学 木村真樹 英治出版 2017年

1806 国際金融論入門  経済学叢書ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｏｒｙ ３社会科学 佐々木百合 新世社（渋谷区） 2017年

1807 これだけは知っておきたい国際金融 ３社会科学 高田創 金融財政事情研究会 2015年

1808 グロ－バル金融 ３社会科学 栗原裕 晃洋書房 2015年

1809 国際派バンカ－井上實の回想 ３社会科学 井上實（銀行）　本田敬吉 明石書店 2015年

1810 日本企業のアジア・バリュ－チェ－ン戦略 ３社会科学 鈴木洋太郎 新評論 2015年

1811 グロ－バル通貨投資 ３社会科学 棚瀬順哉 日本経済新聞出版社 2015年

1812 中小企業のアジア展開 ３社会科学 坂本恒夫　境睦 中央経済社 2016年
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1813 町工場からアジアのグロ－バル企業へ ３社会科学 大野泉 中央経済社 2015年

1814 現代の国際通貨制度  松山大学研究叢書 ３社会科学 松浦一悦 晃洋書房 2015年

1815 通貨経済学入門 ３社会科学 宿輪純一 日本経済新聞出版社 2015年

1816 ドルへの挑戦 ３社会科学 岡部直明 日本経済新聞出版社 2015年

1817 はじめて学ぶ保険のしくみ ３社会科学 家森信善　浅井義裕 中央経済社 2015年

1818 保険学  有斐閣ブックス ３社会科学 近見正彦　堀田一吉 有斐閣 2016年

1819 読みながら考える保険論 ３社会科学 田畑康人　岡村国和 八千代出版 2018年

1820 個人年金保険の研究 ３社会科学 長沼建一郎 法律文化社 2015年

1821 生保会社の経営課題 ３社会科学 小藤康夫 税務経理協会 2018年

1822 基礎からわかる損害保険 ３社会科学 中出哲　中林真理子 有斐閣 2018年

1823 海上保険 ３社会科学 中出哲 有斐閣 2019年

1824 公共経済学１５講  ライブラリ経済学１５講　ＡＰＰＬＩＥＤ編　１ ３社会科学 佐藤主光 新世社（渋谷区） 2017年

1825 財政学１５講  ライブラリ経済学１５講　ＢＡＳＩＣ編　４ ３社会科学 麻生良文　小黒一正 新世社（渋谷区） 2018年

1826 コア・テキスト財政学  ライブラリ経済学コア・テキスト＆最先端 ３社会科学 小塩隆士 新世社（渋谷区） 2016年

1827 財政学  ベ－シック＋ ３社会科学 山重慎二 中央経済社 2016年

1828 財政学  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 小西砂千夫 日本評論社 2017年

1829 入門財政学 ３社会科学 土居丈朗 日本評論社 2017年

1830 財政学をつかむ  Ｔｅｘｔｂｏｏｋｓ　ｔｓｕｋａｍｕ ３社会科学 畑農鋭矢　林正義 有斐閣 2015年

1831 財政のエッセンス  有斐閣ストゥディア ３社会科学 西村幸浩　宮崎智視 有斐閣 2015年

1832 テキストブック現代財政学  有斐閣ブックス ３社会科学 植田和弘　諸富徹 有斐閣 2016年

1833 現代財政を学ぶ  有斐閣ブックス ３社会科学 池上岳彦 有斐閣 2015年

1834 実践財政学 ３社会科学 赤井伸郎 有斐閣 2017年

1835 入門財政学 ３社会科学 林宏昭　玉岡雅之 中央経済社 2015年

1836 基礎から学ぶ財政学 ３社会科学 伊多波良雄　川浦昭彦 晃洋書房 2016年

1837 財政学 ３社会科学 関野満夫 税務経理協会 2016年

1838 経済学で読み解く交通・公共政策 ３社会科学 中条潮　田邉勝巳 中央経済社 2018年

1839 財政学と公共経済学はじめの一歩 ３社会科学 仲林真子 八千代出版 2015年

1840 財政学入門 ３社会科学 楠谷清　薮下武司 八千代出版 2018年

1841 財政学 ３社会科学 青木一郎 学文社 2016年

1842 財政とは何か ３社会科学 内山昭 税務経理協会 2018年

1843 財政学 ３社会科学 兼子良夫 税務経理協会 2018年

1844 財政学の基礎 ３社会科学 赤木博文 多賀出版 2016年

1845 消費増税は、なぜ経済学的に正しいのか ３社会科学 井堀利宏 ダイヤモンド社 2016年

1846 日本の財政と租税法 ３社会科学 水野惠子　奥村正郎 学文社 2016年

1847 日本の財政はどうなっているのか ３社会科学 湯本雅士 岩波書店 2015年

1848 財政と民主主義 ３社会科学 加藤創太　小林慶一郎 日本経済新聞出版社 2017年

1849 財政破綻後 ３社会科学 小林慶一郎 日本経済新聞出版社 2018年

1850 日本財政「最後の選択」 ３社会科学 伊藤隆敏 日本経済新聞出版社 2015年

1851 明解日本の財政入門 ３社会科学 川村雄介　道盛大志郎 金融財政事情研究会 2016年

1852 日本の財政を考える ３社会科学 馬場義久　横山彰 有斐閣 2017年

1853 企業会計で読む国の財政 ３社会科学 堀内三郎 創英社（三省堂書店） 2019年

1854 ギリシャ危機と揺らぐ欧州民主主義 ３社会科学 尾上修悟 明石書店 2017年

1855 中江兆民と財政民主主義 ３社会科学 渡瀬義男 日本経済評論社 2019年

1856 分断社会を終わらせる  筑摩選書 ３社会科学 井手英策　古市将人 筑摩書房 2016年
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1857 インフラ・ストック効果 ３社会科学 インフラ政策研究会 中央公論新社 2015年

1858 インフラＰＰＰの経済学 ３社会科学
エドゥアルド・エンゲル　ロナルド・Ｄ・
フィッシャ－

金融財政事情研究会 2017年

1859 日本のインフラ輸出の現在を読み解く ３社会科学 江崎康弘 文眞堂 2018年

1860 会計検査制度 ３社会科学 重松博之　山浦久司 中央経済社 2015年

1861 入門公会計のしくみ ３社会科学 馬場英朗　大川裕介 中央経済社 2016年

1862 失われた国家の富 ３社会科学 ガブリエル・ズックマン　林昌宏 ＮＴＴ出版 2015年

1863 ダ－ティ・シ－クレット ３社会科学 リチャ－ド・マ－フィ－　鬼澤忍 岩波書店 2017年

1864 プレップ租税法  プレップシリ－ズ ３社会科学 佐藤英明 弘文堂 2015年

1865 基礎から学べる租税法 ３社会科学 谷口勢津夫　一高龍司 弘文堂 2017年

1866 金持ちは税率７０％でもいいｖｓみんな１０％課税がいい ３社会科学
ポ－ル・Ｒ．クル－グマン　ヨルギオス・
Ａ．パパンドレウ

東洋経済新報社 2014年

1867 租税法入門  法学教室ＬＩＢＲＡＲＹ ３社会科学 増井良啓 有斐閣 2018年

1868 租税法  有斐閣アルマ ３社会科学 岡村忠生　酒井貴子 有斐閣 2017年

1869 よくわかる税法入門  有斐閣選書 ３社会科学 三木義一 有斐閣 2018年

1870 税法基本講義 ３社会科学 谷口勢津夫 弘文堂 2018年

1871 租税条約入門 ３社会科学 木村浩之 中央経済社 2017年

1872 租税法概説 ３社会科学 中里実　弘中聡浩 有斐閣 2018年

1873 ベ－シック租税法 ３社会科学 土屋重義　沼田博幸 同文舘出版 2017年

1874 ＢＥＰＳ ３社会科学 望月一央 中央経済社 2017年

1875 租税法判例六法 ３社会科学 中里実　増井良啓 有斐閣 2017年

1876 税から読みとく歴史・社会と日本の将来  ＫＩＮＺＡＩバリュ－叢書 ３社会科学 栗原克文 金融財政事情研究会 2018年

1877 スタンダ－ド法人税法 ３社会科学 渡辺徹也 弘文堂 2018年

1878 よくわかる法人税法入門  有斐閣選書 ３社会科学 三木義一　藤本純也 有斐閣 2015年

1879 日本国債の膨張と崩壊 ３社会科学 代田純 文眞堂 2017年

1880 スッキリわかる！自治体財政のきほん ３社会科学 武田正孝 学陽書房 2016年

1881 基本から学ぶ地方財政 ３社会科学 小西砂千夫 学陽書房 2018年

1882 一番やさしい自治体財政の本 ３社会科学 小坂紀一郎 学陽書房 2018年

1883 地方財政を学ぶ  有斐閣ブックス ３社会科学 沼尾波子　池上岳彦 有斐閣 2017年

1884 “財政が厳しい”ってどういうこと？ ３社会科学 今村寛 ぎょうせい 2018年

1885 地方財政を学ぶ ３社会科学 水谷守男　宮野俊明 勁草書房 2017年

1886 日本の地方財政 ３社会科学 神野直彦　小西砂千夫 有斐閣 2014年

1887 一番やさしい地方交付税の本 ３社会科学 稲沢克祐 学陽書房 2016年

1888 地方税の安定性  商学研究叢書 ３社会科学 石田和之 成文堂 2015年

1889 社会・政策の統計の見方と活用 ３社会科学 久保真人　久保真人 朝倉書店 2015年

1890 文科系学生のためのデ－タ分析とＩＣＴ活用 ３社会科学 森園子　二宮智子 共立出版 2015年

1891 統計学への招待 ３社会科学 日本経営数学会　臼井功 税務経理協会 2018年

1892 ケ－スで身につく統計学 ３社会科学 張南 中央経済社 2017年

1893 統計と日本社会 ３社会科学 国友直人　山本拓 東京大学出版会 2019年

1894 国勢調査日本社会の百年  岩波現代全書 ３社会科学 佐藤正広 岩波書店 2015年

1895 都市計画のキホン  いちからわかる知識＆雑学シリ－ズ ３社会科学 佐々木晶二 ぎょうせい 2017年

1896 メディア・レトリック論  ［シリ－ズ］メディアの未来 ３社会科学 青沼智　池田理知子 ナカニシヤ出版 2018年

1897 記録と記憶のメディア論  ［シリ－ズ］メディアの未来 ３社会科学 谷島貫太　松本健太郎 ナカニシヤ出版 2017年

1898 交錯する多文化社会 ３社会科学 河合優子　工藤正子 ナカニシヤ出版 2016年

1899 質的研究のための理論入門 ３社会科学 プシュカラ・プラサド　箕浦康子 ナカニシヤ出版 2018年

1900 日本の橋  シリ－ズ・ニッポン再発見 ３社会科学 五十畑弘 ミネルヴァ書房 2016年
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1901 歌は分断を越えて　在日コリアン二世のソプ  阪南大学叢書　１１２ ３社会科学 坪井兵輔　著 新泉社 2019年

1902 日本犬の誕生 ３社会科学 志村真幸 勉誠出版 2017年

1903 若者たちの海外就職 ３社会科学 神谷浩夫　丹羽孝仁 ナカニシヤ出版 2018年

1904 家族社会学 ３社会科学 木下　謙治 九州大学出版会 2016年

1905 メディアをつくって社会をデザインする仕事 ３社会科学 大塚泰造　松本健太郎 ナカニシヤ出版 2017年

1906 ベ－シック都市社会地理学 ３社会科学 神谷浩夫　中澤高志 ナカニシヤ出版 2018年

1907 それでもパレスチナに木を植える ３社会科学 高橋　美香 未来社 2016年

1908 ＹｏｕＴｕｂｅの時代　動画は世界をどう変 ３社会科学 Ｋ．アロッカ著　小林啓倫　訳 エヌティティ出 2019年

1909 基地と聖地の沖縄史 ３社会科学 山内　健治 吉川弘文館 2019年

1910 福島のお母さん、いま、希望は見えますか？ ３社会科学 棚澤明子　著 彩流社 2019年

1911 ソ－シャルメディア論 ３社会科学 藤代裕之 青弓社 2019年

1912 東京上がる街・下がる街－鉄道・道路から読 ３社会科学 川辺謙一　著 草思社 2019年

1913 スク－ル・セクシュアル・ハラスメント ３社会科学 内海﨑貴子　田中裕（心理学） 八千代出版 2019年

1914 面白くて眠れなくなる社会学 ３社会科学 橋爪大三郎
ＰＨＰエディタ－ズ・グル
－プ

2014年

1915 国際社会学入門 ３社会科学 石井香世子 ナカニシヤ出版 2017年

1916 テキスト現代社会学  Ｍｉｎｅｒｖａ　ｔｅｘｔ　ｌｉｂｒａｒｙ ３社会科学 松田健 ミネルヴァ書房 2016年

1917 よくわかる国際社会学  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 樽本英樹 ミネルヴァ書房 2016年

1918 「気づき」の現代社会学 ２ ３社会科学 江戸川大学 梓出版社 2015年

1919 「気づき」の現代社会学 ３ ３社会科学 江戸川大学 梓出版社 2018年

1920 組織・コミュニティデザイン  京都大学デザインスク－ルテキストシリ－ズ ３社会科学 山内裕　平本毅 共立出版 2017年

1921 はじめて学ぶ社会学 ３社会科学 高木聖　村田雅之 慶応義塾大学出版会 2016年

1922 恐怖と不安の社会学  現代社会学ライブラリ－ ３社会科学 奥井智之 弘文堂 2014年

1923 考えるヒント  現代社会学ライブラリ－ ３社会科学 藤村正之 弘文堂 2014年

1924 広告で社会学 ３社会科学 難波功士 弘文堂 2018年

1925 大学生のための社会学入門 ３社会科学 篠原清夫　栗田真樹 晃洋書房 2016年

1926 １０代からの社会学図鑑 ３社会科学 クリス・ユ－ル　クリストファ－・ソ－プ 三省堂 2018年

1927 社会人のための社会学入門 ３社会科学 井原久光 産業能率大学出版部 2015年

1928 社会学  ブリッジブックシリ－ズ ３社会科学 玉野和志 信山社出版 2016年

1929 リスクの社会学 ３社会科学 ニクラス・ル－マン　小松丈晃 新泉社 2014年

1930 基礎ゼミ社会学 ３社会科学 工藤保則　大山小夜 世界思想社 2017年

1931 社会学の使い方 ３社会科学
ジグムント・バウマン　ミカエル・ヴィ－
ド・ヤコブセン

青土社 2016年

1932 共生学が創る世界  大阪大学新世紀レクチャ－ ３社会科学 河森正人　栗本英世 大阪大学出版会 2016年

1933 自分を知るための社会学入門 ３社会科学 岩本茂樹 中央公論新社 2015年

1934 社会学 ３社会科学 奥井智之 東京大学出版会 2014年

1935 共生社会 １ ３社会科学 尾関周二　矢口芳生 農林統計出版 2016年

1936 共生社会 ２ ３社会科学 尾関周二　矢口芳生 農林統計出版 2016年

1937 グロ－バル化と私たちの社会  放送大学教材 ３社会科学 原田順子　北川由紀彦 放送大学教育振興会 2015年

1938 移動と定住の社会学  放送大学教材 ３社会科学 北川由紀彦　丹野清人 放送大学教育振興会 2016年

1939 社会学入門  放送大学教材 ３社会科学 森岡清志 放送大学教育振興会 2016年

1940 映画は社会学する ３社会科学 西村大志　松浦雄介 法律文化社 2016年

1941 社会学のエッセンス  有斐閣アルマ ３社会科学 友枝敏雄　竹沢尚一郎 有斐閣 2017年

1942 現代人の国際社会学・入門  有斐閣コンパクト ３社会科学 西原和久　樽本英樹 有斐閣 2016年

1943 現代社会論  有斐閣ストゥディア ３社会科学 本田由紀 有斐閣 2015年

1944 国際社会学 ３社会科学 宮島喬　佐藤成基 有斐閣 2015年

208



Ｎｏ タイトル 分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧（主な専門書・新規）

1945 社会学入門 ３社会科学 筒井淳也　前田泰樹 有斐閣 2017年

1946 現場から創る社会学理論 ３社会科学 鳥越皓之　金子勇 ミネルヴァ書房 2017年

1947 思考力を磨くための社会学 ３社会科学 岩本茂樹 中央公論新社 2018年

1948 人間共生学への招待 ３社会科学 島田燁子　小泉博明 ミネルヴァ書房 2015年

1949 基礎社会学 ３社会科学 酒井千絵　永井良和 世界思想社 2018年

1950 社会がみえる社会学 ３社会科学 宇都宮京子　小川祐喜子 北樹出版 2015年

1951 現代の社会学的解読 ３社会科学 山本努 学文社 2016年

1952 グロ－バル現代社会論 ３社会科学 山田真茂留 文眞堂 2018年

1953 ガバナンスとリスクの社会理論 ３社会科学 正村俊之 勁草書房 2017年

1954 〈社会のセキュリティ〉を生きる ３社会科学 春日清孝　楠秀樹 学文社 2017年

1955 公共性と市民 ３社会科学 飯田哲也　浜岡政好 学文社 2017年

1956 あそび／労働／余暇の社会学 ３社会科学 ましこ・ひでのり 三元社（文京区） 2018年

1957 理論社会学 ３社会科学 森元孝 東信堂 2014年

1958 教養としての現代社会入門 ３社会科学 小林正幸 風塵社 2018年

1959 看護と介護のための社会学 ３社会科学 濱野健　須藤廣 明石書店 2016年

1960 放課後の社会学 ３社会科学 大多和直樹 北樹出版 2014年

1961 新体感する社会学 ３社会科学 金菱清 新曜社 2014年

1962 社会学入門 ３社会科学 小林盾　金井雅之 朝倉書店 2014年

1963 社会学ドリル ３社会科学 中村英代 新曜社 2017年

1964 社会学の力 ３社会科学 友枝敏雄　浜日出夫 有斐閣 2017年

1965 今どきコトバ事情 ３社会科学 井上俊　永井良和 ミネルヴァ書房 2016年

1966 変態する世界 ３社会科学 ウルリッヒ・ベック　枝廣淳子 岩波書店 2017年

1967 不寛容という不安 ３社会科学 真鍋厚 彩流社 2017年

1968 断片的なものの社会学 ３社会科学 岸政彦 朝日出版社 2015年

1969 社会学はどこから来てどこへ行くのか ３社会科学 岸政彦　北田暁大 有斐閣 2018年

1970 社会制作の方法  けいそうブックス ３社会科学 北田暁大 勁草書房 2018年

1971 フュ－チャ－・デザイン ３社会科学 西條辰義 勁草書房 2015年

1972 個人化するリスクと社会 ３社会科学 鈴木宗徳 勁草書房 2015年

1973 自己語りの社会学 ３社会科学 小林多寿子　浅野智彦 新曜社 2018年

1974 共生社会論の展開 ３社会科学 宝月　誠　福留　和彦 晃洋書房 2017年

1975 反転と残余 ３社会科学 奥村隆 弘文堂 2018年

1976 アタマとココロの健康のために ３社会科学 ましこ・ひでのり 三元社（文京区） 2018年

1977 歴史にこだわる社会学 ３社会科学 犬飼裕一 八千代出版 2018年

1978 グラウンデッド・セオリ－論  現代社会学ライブラリ－ ３社会科学 木下康仁 弘文堂 2014年

1979 論文の書きかた  現代社会学ライブラリ－ ３社会科学 佐藤健二 弘文堂 2014年

1980 ボディ・スタディ－ズ ３社会科学 マ－ゴ・デメッロ　田中洋美 晃洋書房 2017年

1981 不如意の身体 ３社会科学 立岩真也 青土社 2018年

1982 意味としての自然 ３社会科学 廣重剛史 晃洋書房 2018年

1983 ライフスト－リ－研究に何ができるか ３社会科学 桜井厚　石川良子 新曜社 2015年

1984 社会シミュレ－ション  横幹〈知の統合〉シリ－ズ ３社会科学
横幹〈知の統合〉シリ－ズ編集委員会　
遠藤薫

東京電機大学出版局 2017年

1985 ナラティヴと共同性 ３社会科学 野口裕二 青土社 2018年

1986 社会科学と因果分析 ３社会科学 佐藤俊樹 岩波書店 2019年

1987 戦後日本社会学のリアリティ  シリ－ズ社会学のアクチュアリティ：批判と創造 ３社会科学 池岡義孝　西原和久 東信堂 2016年

1988 フランクフルト学派と批判理論 ３社会科学
スティ－ヴン・エリック・ブロナ－　小田
透

白水社 2018年
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1989 ゲオルク・ジンメルの思索 ３社会科学 岡沢憲一郎 文化書房博文社 2015年

1990 ハ－バ－マスの社会理論体系 ３社会科学 永井彰 東信堂 2018年

1991 社会的事実の数理 ３社会科学 落合仁司 勁草書房 2017年

1992 大学生のための交渉術入門 ３社会科学 野沢聡子 慶応義塾大学出版会 2017年

1993 社会的合意形成のプロジェクトマネジメント ３社会科学 桑子敏雄 コロナ社 2016年

1994 見知らぬものと出会う ３社会科学 木村大治 東京大学出版会 2018年

1995 社会的ネットワ－クを理解する ３社会科学 チャ－ルズ・カドゥシン　五十嵐祐 北大路書房 2015年

1996 孤立不安社会 ３社会科学 石田光規 勁草書房 2018年

1997 変わりゆく日本人のネットワ－ク ３社会科学 石黒格 勁草書房 2018年

1998 自分の中の隠された心  セレクション社会心理学 ３社会科学 潮村公弘 サイエンス社 2016年

1999 ポテンシャル社会心理学  テキストライブラリ心理学のポンテシャル ３社会科学 岡隆　坂本真士 サイエンス社 2018年

2000 偏見や差別はなぜ起こる？ ３社会科学 北村英哉　唐沢穣 ちとせプレス 2018年

2001 よくわかるコミュニティ心理学  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 植村勝彦　高畠克子 ミネルヴァ書房 2017年

2002 社会・集団・家族心理学  公認心理師の基礎と実践 ３社会科学 野島一彦　繁桝算男 遠見書房 2018年

2003 コミュニケ－ションと人間関係づくりのためのグル－プ体験学習ワ－ク ３社会科学 鯖戸善弘 金子書房 2016年

2004 社会的認知の発達科学  発達科学ハンドブック ３社会科学 日本発達心理学会　尾崎康子 新曜社 2018年

2005 社会心理学のための統計学  心理学のための統計学 ３社会科学 清水裕士　荘島宏二郎 誠信書房 2017年

2006 無縁社会のゆくえ  心理学叢書 ３社会科学 高木修　竹村和久 誠信書房 2015年

2007 イラストレ－ト人間関係の心理学 ３社会科学 齊藤勇（心理学） 誠信書房 2015年

2008 影響力の武器 戦略編 ３社会科学
スティ－ブ・Ｊ．マ－ティン　ノア・Ｊ．ゴ－
ルドスタイン

誠信書房 2016年

2009 情動の社会学 ３社会科学 伊藤守 青土社 2017年

2010 安全とリスクの心理学  心理学の世界 ３社会科学 土田昭司 培風館 2018年

2011 社会心理学  心理学の世界 ３社会科学 堀毛一也　竹村和久 培風館 2017年

2012 人間関係ハンドブック ３社会科学 日本人間関係学会　小山望 福村出版 2017年

2013 危機の心理学  放送大学教材 ３社会科学 森津太子　星薫 放送大学教育振興会 2017年

2014 社会心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ３社会科学 太田信夫　大坊郁夫 北大路書房 2017年

2015 社会心理学過去から未来へ ３社会科学 外山みどり 北大路書房 2015年

2016 心の中のブラインド・スポット ３社会科学
マ－ザリン・Ｒ．バナ－ジ　アンソニ－・
Ｇ．グリ－ンワルド

北大路書房 2015年

2017 対人関係の心理学 ３社会科学 和田実　増田匡裕 北大路書房 2016年

2018 英語で学ぶ社会心理学 ３社会科学 大坪庸介　アダム・スミス 有斐閣 2017年

2019 ＩＣＴ・情報行動心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ３社会科学 太田　信夫　都築　誉史 北大路書房 2017年

2020 絶対役立つ社会心理学 ３社会科学 藤田哲也　村井潤一郎 ミネルヴァ書房 2018年

2021 自尊心からの解放 ３社会科学 新谷優 誠信書房 2017年

2022 社会心理学研究入門 ３社会科学 安藤清志　村田光二 東京大学出版会 2017年

2023 ヒュ－マンライブラリ－ ３社会科学 坪井健　横田雅弘 明石書店 2018年

2024 インタ－ネットの心理学 ３社会科学 パトリシア・ウォレス　川浦康至 ＮＴＴ出版 2018年

2025 オ－ル・アバウト・ラブ ３社会科学 ベル・フックス　宮本敬子 春風社 2016年

2026 対人関係の心理学 ３社会科学 ダイアナ・ドゥワイア－　小野隆信 大学教育出版 2017年

2027 もっと／思いやりを科学する ３社会科学 菊池章夫 川島書店 2018年

2028 ここだけは押さえたい人間関係学 ３社会科学 徳田克己　水野智美 文化書房博文社 2018年

2029 ２１世紀を生きる社会心理学 ３社会科学 伊藤哲司 北樹出版 2016年

2030 社会に切りこむ心理学 ３社会科学 松井豊　髙橋尚也 サイエンス社 2019年

2031 ル－ルを守る心  セレクション社会心理学 ３社会科学 北折充隆 サイエンス社 2017年

2032 雑草が教えてくれた日本文化史 ３社会科学 稲垣栄洋 エイアンドエフ 2017年
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2033 展示される大和魂 ３社会科学 森正人 新曜社 2017年

2034 日本人と雑草 ３社会科学 梶田正巳 新曜社 2015年

2035 その「日本人論」に異議あり！ ３社会科学 スティ－ブ・モリヤマ 芸術新聞社 2018年

2036 中国人とはどういう人たちか ３社会科学 趙方任 論創社 2019年

2037 行動探求 ３社会科学 ビル・トルバ－ト　小田理一郎 英治出版 2016年

2038 リ－ダ－シップの探求 ３社会科学 ス－ザン・Ｒ・コミベズ　ナンス・ル－カス 早稲田大学出版部 2017年

2039 権力の終焉 ３社会科学 モイセス・ナイム　加藤万里子 日経ＢＰ社 2015年

2040 リ－ダ－シップ教育のフロンティア研究編 ３社会科学 中原淳　舘野泰一 北大路書房 2018年

2041 リ－ダ－シップ教育のフロンティア実践編 ３社会科学 中原淳　高橋俊之 北大路書房 2018年

2042 女性リ－ダ－育成のために ３社会科学
お茶の水女子大学グロ－バルリ－ダ－
シップ

勁草書房 2019年

2043 火星からの侵略 ３社会科学 ハドリ－・キャントリル　高橋祥友 金剛出版 2017年

2044 集団コミュニケ－ション：自分を活かす１５のレッスン ３社会科学 浅井亜紀子 実教出版 2016年

2045 はじめてふれる人間関係の心理学  ライブラリ心の世界を学ぶ ３社会科学 榎本博明 サイエンス社 2018年

2046 メディア文化論  ［シリ－ズ］メディアの未来 ３社会科学 遠藤英樹　松本健太郎 ナカニシヤ出版 2017年

2047 ポスト情報メディア論  「シリ－ズ」メディアの未来 ３社会科学 岡本健（観光社会学）　松井広志 ナカニシヤ出版 2018年

2048 メディア・コンテンツ論  「シリ－ズ」メディアの未来 ３社会科学 岡本健（観光社会学）　遠藤英樹 ナカニシヤ出版 2016年

2049 空間とメディア  「シリ－ズ」メディアの未来 ３社会科学 遠藤英樹　松本健太郎 ナカニシヤ出版 2015年

2050 日常から考えるコミュニケ－ション学  「シリ－ズ」メディアの未来 ３社会科学 池田理知子 ナカニシヤ出版 2015年

2051 コ－チング心理学概論 ３社会科学 西垣悦代　堀正 ナカニシヤ出版 2015年

2052 コミュニケ－ション研究のデ－タ解析 ３社会科学 田崎勝也 ナカニシヤ出版 2015年

2053 よくわかるメディア・スタディ－ズ  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 伊藤守 ミネルヴァ書房 2015年

2054 対話のことば ３社会科学 井庭崇　長井雅史 丸善出版 2018年

2055 大学生からはじめる社会人基礎力トレ－ニング ３社会科学 唐沢明 丸善出版 2017年

2056 大学生のための異文化・国際理解 ３社会科学 高城玲 丸善出版 2017年

2057 １０代からの情報キャッチボ－ル入門 ３社会科学 下村健一 岩波書店 2015年

2058 ファシスト的公共性 ３社会科学 佐藤卓己 岩波書店 2018年

2059 コミュニケ－ション発達の理論と支援  シリ－ズ支援のための発達心理学 ３社会科学 本郷一夫　藤野博 金子書房 2018年

2060 コミュニケ－ション研究 ３社会科学 大石裕 慶応義塾大学出版会 2016年

2061 異文化コミュニケ－ションのＡｔｏＺ ３社会科学 小坂貴志 研究社 2017年

2062 ことばだけでは伝わらない ３社会科学 西江雅之 幻戯書房 2017年

2063 ソ－シャルメディアの罠  フィギュ－ル彩 ３社会科学 宮田穣 彩流社 2015年

2064 モラルハラスメント ３社会科学
リサ・アロンソン・フォンテス　宮家あゆ
み

晶文社 2017年

2065 誤解学  新潮選書 ３社会科学 西成活裕 新潮社 2014年

2066 メディア・オ－ディエンスの社会心理学 ３社会科学 李光鎬　渋谷明子 新曜社 2017年

2067 メディア学の現在  Ｓｅｋａｉｓｈｉｓｏ　ｓｅｍｉｎａｒ ３社会科学 渡辺武達　田口哲也 世界思想社 2015年

2068 ニュ－ス空間の社会学 ３社会科学 伊藤守　岡井崇之 世界思想社 2015年

2069 メディアは社会を変えるのか ３社会科学 津田正太郎 世界思想社 2016年

2070 「コミュ障」の社会学 ３社会科学 貴戸理恵 青土社 2018年

2071 一緒にいてもスマホ ３社会科学 シェリ－・タ－クル　日暮雅通 青土社 2017年

2072 アサ－ションの心  朝日選書 ３社会科学 平木典子 朝日新聞出版 2015年

2073 〈ゼミナ－ル〉日本のマス・メディア ３社会科学 春原昭彦　武市英雄 日本評論社 2016年

2074 メディア論  放送大学教材 ３社会科学 水越伸　飯田豊 放送大学教育振興会 2018年

2075 日本語とコミュニケ－ション  放送大学教材 ３社会科学 滝浦真人　大橋理枝 放送大学教育振興会 2015年

2076 文化とコミュニケ－ション  叢書現代の社会学とメディア研究 ３社会科学 大屋幸恵　内藤暁子 北樹出版 2016年
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2077 いろいろあるコミュニケ－ションの社会学 ３社会科学 有田亘　松井広志 北樹出版 2018年

2078 多文化共生のための異文化コミュニケ－ション ３社会科学 原沢伊都夫 明石書店 2014年

2079 メディア社会論  有斐閣ストゥディア ３社会科学 辻泉　南田勝也 有斐閣 2018年

2080 ソ－シャル・マジョリティ研究 ３社会科学 綾屋紗月　澤田唯人 金子書房 2018年

2081 入門メディア・コミュニケ－ション ３社会科学 山腰修三 慶応義塾大学出版会 2017年

2082 人間関係の社会心理学 ３社会科学 松田幸弘 晃洋書房 2018年

2083 見ること・聞くことのデザイン ３社会科学 是永論 新曜社 2017年

2084 ポジティブ・コ－チングの教科書 ３社会科学
ロバ－ト・ビスワス・ディ－ナ－　宇野カ
オリ

草思社 2016年

2085 コミュニケ－ション実践入門 ３社会科学 中山芳一 かもがわ出版 2015年

2086 参加型文化の時代におけるメディア・リテラシ－ ３社会科学 アンドリュ－・バ－ン　奥泉香 くろしお出版 2017年

2087 知的技法としてのコミュニケ－ション ３社会科学 児島建次郎　山田匡一 ミネルヴァ書房 2017年

2088 コミュニティメディアの新展開 ３社会科学 松本恭幸 学文社 2016年

2089 相手も自分も大切にするコミュニケ－ション＋社会学 ３社会科学 吉井奈々　鈴木健之 晃洋書房 2018年

2090 情報メディア論 ３社会科学 小泉宣夫　圓岡偉男 講談社 2016年

2091 メディアと市民 ３社会科学 前田朗 彩流社 2018年

2092 グロ－バル・コミュニケ－ション学入門 ３社会科学 中西のりこ　仁科恭徳 三省堂 2018年

2093 なぜ人は「説得」されるのか ３社会科学 榎本博明　立花薫 産業能率大学出版部 2015年

2094 メディア技術史 ３社会科学 飯田豊　大久保遼 北樹出版 2017年

2095 内容分析の進め方 ３社会科学 ダニエル・リフ　スティ－ヴン・レイシ－ 勁草書房 2018年

2096 メディアの内と外を読み解く ３社会科学 南出和余　木島由晶 せりか書房 2018年

2097 市民の日本語へ ３社会科学 村田和代　松本功 ひつじ書房 2015年

2098 ポストモダンのメディア論２．０ ３社会科学 水野博介 学文社 2017年

2099 人間関係の理解と心理臨床 ３社会科学 吉川晴美　松井知子 慶応義塾大学出版会 2017年

2100 国際コミュニケ－ションの政治学 ３社会科学 本多周爾 春風社 2017年

2101 お世辞を言う機械はお好き？ ３社会科学 クリフォ－ド・ナス　コリ－ナ・イェン 福村出版 2017年

2102 楽しく学んで実践できる対人コミュニケ－ションの心理学 ３社会科学 水國照充　青木智子 北樹出版 2018年

2103 現代対話学入門 ３社会科学 小坂貴志 明石書店 2017年

2104 メディア学キ－ワ－ドブック ３社会科学 東京工科大メディア学部 コロナ社 2018年

2105 対人関係を読み解く心理学 ３社会科学 松井豊　畑中美穂 サイエンス社 2019年

2106 近代日本メディア人物誌ジャ－ナリスト編 ３社会科学 土屋礼子　井川充雄 ミネルヴァ書房 2018年

2107 マス・コミュニケ－ション単純化の論理 ３社会科学 前田益直 晃洋書房 2018年

2108 グロ－バル社会のヒュ－マンコミュニケ－ション ３社会科学 西田司　小川直人 八朔社 2017年

2109 ＡＩ時代を生きる哲学 ３社会科学 北村妃呂惠 明石書店 2018年

2110 コミュニケ－ション学がわかるブックガイド ３社会科学 東京経済大学 ＮＴＴ出版 2014年

2111 コミュニケ－ション論をつかむ  Ｔｅｘｔｂｏｏｋｓ　ｔｓｕｋａｍｕ ３社会科学 辻大介　是永論 有斐閣 2014年

2112 異文化コミュニケ－ションに学ぶグロ－バルマインド ３社会科学 長谷川宏司　広瀬克利 大学教育出版 2014年

2113 説得とヤル気の科学 ３社会科学 ス－ザン・ワインチェンク　武舎広幸 オライリ－・ジャパン 2014年

2114 民意のはかり方 ３社会科学 吉田徹（政治学） 法律文化社 2018年

2115 計画化と公共性  講座・社会変動 ３社会科学 金子勇 ミネルヴァ書房 2017年

2116 社会にとって趣味とは何か  河出ブックス ３社会科学 北田暁大　解体研 河出書房新社 2017年

2117 「能率」の共同体 ３社会科学 新倉貴仁 岩波書店 2017年

2118 多文化「共創」社会入門 ３社会科学 小泉康一　川村千鶴子 慶応義塾大学出版会 2016年

2119 １８歳から考える国家と「私」の行方 東巻 ３社会科学 松岡正剛 春秋社 2015年

2120 １８歳から考える国家と「私」の行方 西巻 ３社会科学 松岡正剛 春秋社 2015年
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2121 感性文化論 ３社会科学 渡辺裕（音楽学） 春秋社 2017年

2122 文化とは何か、どこにあるのか ３社会科学 山本登志哉 新曜社 2015年

2123 戦後サブカル年代記 ３社会科学 円堂都司昭 青土社 2015年

2124 若い読者のためのサブカルチャ－論講義録 ３社会科学 宇野常寛 朝日新聞出版 2018年

2125 カワイイ文化とテクノロジ－の隠れた関係  横幹〈知の統合〉シリ－ズ ３社会科学 遠藤薫　大倉典子 東京電機大学出版局 2016年

2126 デ－タで読む日本文化  成蹊大学人文叢書 ３社会科学 成蹊大学文学部学会　小林盾 風間書房 2015年

2127 現代文化への社会学 ３社会科学 高野光平　加島卓 北樹出版 2018年

2128 対話で育む多文化共生入門 ３社会科学 倉八順子 明石書店 2016年

2129 比較文化事典 ３社会科学 関東学院大学 明石書店 2015年

2130 現代文化論 ３社会科学 吉見俊哉 有斐閣 2018年

2131 昭和文化のダイナミクス ３社会科学 中江桂子 ミネルヴァ書房 2016年

2132 分断と対話の社会学 ３社会科学 塩原良和 慶応義塾大学出版会 2017年

2133 「ポピュラ－カルチャ－論」講義 ３社会科学 片上平二郎 晃洋書房 2017年

2134 オタクとは何か？ ３社会科学 大泉実成 草思社 2017年

2135 越境する文化・コンテンツ・想像力 ３社会科学 高馬京子　松本健太郎 ナカニシヤ出版 2018年

2136 多文化社会読本 ３社会科学 長谷部美佳　受田宏之 東京外国語大学出版会 2016年

2137 文化社会学の条件 ３社会科学 吉見俊哉 日本図書センタ－ 2014年

2138 ＴＯＫＹＯ１／４が提案する東京文化資源区の歩き方 ３社会科学 東京文化資源会議 勉誠出版 2016年

2139 日本サブカルチャ－を読む ３社会科学 押野武志 北海道大学出版会 2015年

2140 〈多文化共生〉８つの質問 ３社会科学 佐藤友則 学文社 2014年

2141 サブカルチャ－聖地巡礼 ３社会科学 由谷裕哉　佐藤喜久一郎 岩田書院 2014年

2142 日本文化に何をみる？ ３社会科学 東谷護　マイケル・モラスキ－ 共和国 2016年

2143 いのちに国境はない ３社会科学 川村千鶴子 慶応義塾大学出版会 2017年

2144 異文化体験で視野を広める・鍛える ３社会科学 大崎正瑠 講談社エディトリアル 2018年

2145 クジラの文化、竜の文明 ３社会科学 大沢昇 集広舎 2015年

2146 〈日本文化〉はどこにあるか ３社会科学
國學院大學研究開発推進機構日本文
化研究所　井上順孝

春秋社 2016年

2147 エンタテインメントの科学 ３社会科学 湯山茂徳　苧阪直行 朝日出版社 2018年

2148 危機と表象 ３社会科学 千田洋幸 おうふう 2018年

2149 日本社会の〈死〉と〈再生〉 ３社会科学 小林修一 梓出版社 2018年

2150 コンテンポラリ－・ゴシック ３社会科学 キャサリン・スプ－ナ－　風間賢二 水声社 2019年

2151 人の生き方の変容を問う ３社会科学 景山雄二 大学教育出版 2017年

2152 ドイツに渡った日本文化 ３社会科学 寺澤行忠 明石書店 2017年

2153 時代の憂鬱魂の幸福 ３社会科学 張競 明石書店 2015年

2154 現代文化を学ぶ人のために ３社会科学 井上俊 世界思想社 2014年

2155 集団と組織の社会学 ３社会科学 山田真茂留 世界思想社 2017年

2156 場づくりの教科書 ３社会科学 長田英史 芸術新聞社 2016年

2157 〈ハイブリッドな親子〉の社会学：血縁・家族へのこだわりを解きほぐす ３社会科学 野辺陽子：松木洋人 青弓社 2016年

2158 よくわかる現代家族  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 神原文子　杉井潤子 ミネルヴァ書房 2016年

2159 モデル構成から家族社会学へ  慶應義塾大学三田哲学会叢書 ３社会科学 渡辺秀樹
慶應義塾大学三田哲学
会

2014年

2160 「移行期的混乱」以後  犀の教室　Ｌｉｂｅｒａｌ　Ａｒｔｓ　Ｌａｂ ３社会科学 平川克美 晶文社 2017年

2161 入門家族社会学 ３社会科学 永田夏来　松木洋人 新泉社 2017年

2162 育児言説の社会学 ３社会科学 天童睦子 世界思想社 2016年

2163 まぼろしの「日本的家族」  青弓社ライブラリ－ ３社会科学 早川タダノリ 青弓社 2018年

2164 問いからはじめる家族社会学  有斐閣ストゥディア ３社会科学 岩間暁子　大和礼子 有斐閣 2015年

2165 ２１世紀の家族づくり ３社会科学 増子勝義 学文社 2019年
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2166 新パ－トナ－シップの家族社会学 ３社会科学 岡元行雄　川崎澄雄 学文社 2014年

2167 新右翼 ３社会科学 鈴木邦男 彩流社 2015年

2168 歪む社会 ３社会科学 安田浩一　倉橋耕平 論創社 2019年

2169 ２０５０年超高齢社会のコミュニティ構想 ３社会科学 若林靖永　樋口恵子（評論家） 岩波書店 2015年

2170 現代コミュニティとは何か ３社会科学 船津衛　浅川達人 恒星社厚生閣 2014年

2171 もう東京はいらない ３社会科学 日本経済新聞社 日本経済新聞出版社 2015年

2172 環境心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ３社会科学 太田信夫　羽生和紀 北大路書房 2017年

2173 ワ－ルド・カフェから始める地域コミュニティづくり ３社会科学 香取一昭　大川恒 学芸出版社（京都） 2017年

2174 島嶼学への誘い ３社会科学 嘉数啓 岩波書店 2017年

2175 絶望と希望 ３社会科学 吉原直樹 作品社 2016年

2176 現代日本の地域格差 ３社会科学 蓮見音彦 東信堂 2016年

2177 地域からつくる ３社会科学 赤坂憲雄　鶴見和子 藤原書店 2015年

2178 サイレント・マジョリティとは誰か ３社会科学 川端浩平　安藤丈将 ナカニシヤ出版 2018年

2179 地域社会の創生と生活経済 ３社会科学 生活経済学会 ミネルヴァ書房 2017年

2180 地域再生の社会学 ３社会科学 三浦典子　横田尚俊 学文社 2017年

2181 コミュニティの再生 ３社会科学 丸尾直美　宮垣元 中央経済社 2016年

2182 小さな拠点を軸とする共生型地域づくり ３社会科学 田中きよむ　玉里恵美子 晃洋書房 2018年

2183 ほっとかない郊外 ３社会科学 泉北ほっとかない郊外編集委員会
大阪公立大学共同出版
会

2017年

2184 持続可能な社会論 ３社会科学 矢口芳生 農林統計出版 2018年

2185 デザインとコミュニティ ３社会科学 上原幸子　齋藤啓子 武蔵野美術大学出版局 2018年

2186 政策としてのコミュニティ ３社会科学 高田昭彦 風間書房 2016年

2187 はじめての地域づくり実践講座 ３社会科学 石井大一朗　霜浦森平 北樹出版 2018年

2188 すこやかに住まうすこやかに生きる ３社会科学 伊香賀俊治　星旦二
慶應義塾大学理工学部
伊加賀俊治研究室

2017年

2189 コミュニティリ－ダ－を育てる ３社会科学 竜谷大学 晃洋書房 2014年

2190 社会共創学概論 ３社会科学 西村勝志　榊原正幸 晃洋書房 2016年

2191 創造するコミュニティ ３社会科学 石黒馨　初谷譲次 晃洋書房 2014年

2192 むらの困りごと解決隊 ３社会科学 農山漁村文化協会 農山漁村文化協会 2018年

2193 脱・限界集落はスイスに学べ ３社会科学 川村匡由 農山漁村文化協会 2016年

2194 里山に生きる家族と集落 ３社会科学 養父志乃夫 勁草書房 2017年

2195 グロ－バル化時代の日本都市理論  Ｍｉｎｅｒｖａ　Ｌｉｂｒａｒｙ〈社会学〉 ３社会科学 大谷信介　山下祐介 ミネルヴァ書房 2015年

2196 常磐線中心主義 ３社会科学 五十嵐泰正　開沼博 河出書房新社 2015年

2197 生きられる都市を求めて  フィギュ－ル彩 ３社会科学 近藤祐 彩流社 2016年

2198 「共生」の都市社会学 ３社会科学 三浦倫平 新曜社 2016年

2199 生きられたニュ－タウン ３社会科学 篠原雅武 青土社 2015年

2200 都市と地域の社会学  放送大学教材 ３社会科学 森岡淸志　北川由紀彦 放送大学教育振興会 2018年

2201 叫びの都市 ３社会科学 原口剛 洛北出版 2016年

2202 ネットワ－クシティ ３社会科学 田中大介 北樹出版 2017年

2203 ジェントリフィケ－ション ３社会科学 藤塚　吉浩 古今書院 2017年

2204 渋谷学 ３社会科学 石井研士 弘文堂 2017年

2205 郊外社会の分断と再編 ３社会科学 石田光規　林浩一郎 晃洋書房 2018年

2206 都市のエクリチュ－ル ３社会科学 市川宏雄 千倉書房 2018年

2207 エスタブリッシュメント ３社会科学 オ－ウェン・ジョ－ンズ　依田卓巳 海と月社 2018年

2208 差別の日本近現代史  岩波現代全書 ３社会科学 黒川みどり　藤野豊 岩波書店 2015年

2209 ２１世紀日本の格差 ３社会科学 橘木俊詔 岩波書店 2016年

2210 現代の差別と排除をみる視点  差別と排除の「いま」 ３社会科学 町村敬志　荻野昌弘 明石書店 2015年

2211 排除と差別の社会学  有斐閣選書 ３社会科学 好井裕明 有斐閣 2016年
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2212 社会意識からみた日本 ３社会科学 数土直紀 有斐閣 2015年

2213 学校では教えてくれない差別と排除の話 ３社会科学 安田浩一 皓星社 2017年

2214 日常のなかの「フツ－」を問いなおす ３社会科学 植上一希　伊藤亜希子 法律文化社 2018年

2215 格差社会と労働市場 ３社会科学 樋口美雄　石井加代子 慶応義塾大学出版会 2018年

2216 包摂型社会 ３社会科学 全泓奎 法律文化社 2015年

2217 格差社会のなかの自己イメ－ジ ３社会科学 数土直紀 勁草書房 2018年

2218 現代中国の中産階級 ３社会科学 周倩 亜紀書房 2017年

2219 中間階級の蜂起 ３社会科学 ジョナサン・Ｈ．タ－ナ－　正岡寛司 学文社 2016年

2220 新・部落差別はなくなったか？  プロブレムＱ＆Ａ ３社会科学 塩見鮮一郎 緑風出版 2017年

2221 結婚差別の社会学 ３社会科学 齋藤直子 勁草書房 2017年

2222 創られた「人種」 ３社会科学 黒川みどり 有志舎 2016年

2223 ＳＰＳＳによる実践統計分析 ３社会科学 林雄亮　苫米地なつ帆 オ－ム社 2017年

2224 アンケ－ト分析入門 ３社会科学 菅民郎 オ－ム社 2018年

2225 パネルデ－タの調査と分析・入門 ３社会科学 筒井淳也　水落正明 ナカニシヤ出版 2016年

2226 最強の社会調査入門 ３社会科学 前田拓也　秋谷直矩 ナカニシヤ出版 2016年

2227 質問紙デザインの技法 ３社会科学 鈴木淳子 ナカニシヤ出版 2016年

2228 リサ－チの思考と技法  中京大学大学院ビジネス・イノベ－ションシリ－ズ ３社会科学 中西眞知子 ミネルヴァ書房 2018年

2229 社会統計学ベイシック ３社会科学 片瀬一男　阿部晃士 ミネルヴァ書房 2015年

2230 初学者のための質的研究２６の教え ３社会科学 中嶌洋 医学書院 2015年

2231 幸福感の統計分析 ３社会科学 橘木俊詔　高松里江 岩波書店 2018年

2232 実地調査入門 ３社会科学 西山敏樹　常盤拓司 慶応義塾大学出版会 2015年

2233 社会調査の基礎  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 宮本和彦（社会福祉学）　梶原隆之 弘文堂 2019年

2234 社会調査  放送大学叢書 ３社会科学 原純輔 左右社 2016年

2235 ＳＡＧＥ質的研究キット １ ３社会科学 ウヴェ・フリック 新曜社 2016年

2236 ＳＡＧＥ質的研究キット ２ ３社会科学 ウヴェ・フリック 新曜社 2016年

2237 ＳＡＧＥ質的研究キット ３ ３社会科学 ウヴェ・フリック 新曜社 2016年

2238 ＳＡＧＥ質的研究キット ５ ３社会科学 ウヴェ・フリック 新曜社 2016年

2239 ＳＡＧＥ質的研究キット ８ ３社会科学 ウヴェ・フリック 新曜社 2017年

2240 社会調査の考え方 上 ３社会科学 佐藤郁哉 東京大学出版会 2015年

2241 社会調査の考え方 下 ３社会科学 佐藤郁哉 東京大学出版会 2015年

2242 社会調査の基礎  放送大学教材 ３社会科学 北川由紀彦　山北輝裕 放送大学教育振興会 2015年

2243 社会統計学入門  放送大学教材 ３社会科学 林拓也 放送大学教育振興会 2018年

2244 質的調査の方法 ３社会科学 工藤保則　寺岡伸悟 法律文化社 2016年

2245 入門・社会調査法 ３社会科学 轟亮　杉野勇 法律文化社 2017年

2246 図表でみる世界の社会問題 ４ ３社会科学 ＯＥＣＤ　髙木郁朗 明石書店 2017年

2247 質的社会調査の方法  有斐閣ストゥディア ３社会科学 岸政彦　石岡丈昇 有斐閣 2016年

2248 質的研究法 ３社会科学
ゴ－ドン・ウィラ－ド・オ－ルポ－ト　福
岡安則

弘文堂 2017年

2249 入門・社会統計学 ３社会科学 杉野勇 法律文化社 2017年

2250 社会調査の実際 ３社会科学 島崎哲彦　大竹延幸 学文社 2015年

2251 子ども・若者とともに行う研究の倫理 ３社会科学
プリシラ・オルダ－ソン　ヴァ－ジニア・
モロウ

新曜社 2017年

2252 基礎から学ぶ社会調査と計量分析 ３社会科学 林雄亮　石田賢示 北樹出版 2017年

2253 地域と統計 ３社会科学 埴淵知哉　村中亮夫 ナカニシヤ出版 2018年

2254 系譜から学ぶ社会調査 ３社会科学 小林多寿子 嵯峨野書院 2018年

2255 社会調査における非標本誤差 ３社会科学 吉村治正 東信堂 2017年

2256 Ｅｘｃｅｌによるアンケ－ト調査の第一歩 ３社会科学 辻義人 ナカニシヤ出版 2014年

2257 ライフスタイルとライフコ－ス  成蹊大学アジア太平洋研究センタ－叢書 ３社会科学 山田昌弘　小林盾 新曜社 2015年
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2258 生活者の平成３０年史 ３社会科学 博報堂生活総合研究所 日本経済新聞出版社 2019年

2259 地域計画情報論 ３社会科学 土方正夫 成文堂 2018年

2260 日本の社会政策 ３社会科学 久本憲夫 ナカニシヤ出版 2015年

2261 社会保障論  ＭＩＮＥＲＶＡスタ－トアップ経済学 ３社会科学 石田成則　山本克也 ミネルヴァ書房 2018年

2262 よくわかる社会保障  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 坂口正之　岡田忠克 ミネルヴァ書房 2018年

2263 社会保障  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 埋橋孝文　大塩まゆみ ミネルヴァ書房 2018年

2264 １８歳からの社会保障読本  叢書・知を究める ３社会科学 小塩隆士 ミネルヴァ書房 2015年

2265 正義  福祉＋α ３社会科学 後藤玲子 ミネルヴァ書房 2016年

2266 福祉レジ－ム  福祉＋α ３社会科学 新川敏光 ミネルヴァ書房 2015年

2267 福祉国家変革の理路 ３社会科学 新川敏光 ミネルヴァ書房 2014年

2268 福祉国家と地域と高齢化  ２１世紀の福祉国家と地域 ３社会科学 渋谷博史 学文社 2014年

2269 福祉国家と地方財政  ２１世紀の福祉国家と地域 ３社会科学 渋谷博史　根岸毅宏 学文社 2014年

2270 福祉国家と地方財政  ２１世紀の福祉国家と地域 ３社会科学 渋谷博史　塚谷文武 学文社 2018年

2271 新社会保障ハンドブック ３社会科学 岡伸一 学文社 2015年

2272 「分かち合い」社会の構想 ３社会科学 神野直彦　井手英策 岩波書店 2017年

2273 社会への投資 ３社会科学 三浦まり 岩波書店 2018年

2274 社会保障  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学
福祉臨床シリ－ズ編集委員会　阿部裕
二

弘文堂 2019年

2275 図解テキスト社会保険の基礎 ３社会科学 長沼建一郎 弘文堂 2015年

2276 図解介護保険のしくみと使い方がわかる本  介護ライブラリ－ ３社会科学 牛越博文 講談社 2018年

2277 社会は変えられる ３社会科学 江崎禎英 国書刊行会 2018年

2278 しっかりわかる介護保険の基本としくみ ３社会科学 晶文社編集部 晶文社 2018年

2279 日本の社会保障システム ３社会科学 木下武徳　吉田健三 東京大学出版会 2017年

2280 教養としての社会保障 ３社会科学 香取照幸 東洋経済新報社 2017年

2281 社会保障クライシス ３社会科学 山田謙次 東洋経済新報社 2017年

2282 社会保険のしくみと改革課題  放送大学教材 ３社会科学 田中耕太郎 放送大学教育振興会 2016年

2283 レクチャ－社会保障法  αブックス ３社会科学 河野正輝　江口隆裕 法律文化社 2015年

2284 はじめての社会保障  有斐閣アルマ ３社会科学 椋野美智子　田中耕太郎 有斐閣 2018年

2285 社会政策  有斐閣アルマ ３社会科学 駒村康平　山田篤裕 有斐閣 2015年

2286 社会保障法  有斐閣アルマ ３社会科学 加藤智章　菊池馨実 有斐閣 2015年

2287 よくわかる社会保障法 ３社会科学 西村健一郎　水島郁子 有斐閣 2015年

2288 社会保障法入門 ３社会科学 西村健一郎 有斐閣 2017年

2289 ちょっと気になる社会保障 ３社会科学 権丈善一 勁草書房 2017年

2290 ちょっと気になる政策思想 ３社会科学 権丈善一 勁草書房 2018年

2291 グロ－バル・ベ－シック・インカム入門 ３社会科学 明石書店 2016年

2292 現場で使える要介護認定調査員便利帖 ３社会科学 加藤裕美 翔泳社 2018年

2293 社会保障論 ３社会科学 河野正輝　中島誠 法律文化社 2015年

2294 社会保険の考え方 ３社会科学 西村健一郎　朝生万里子 ミネルヴァ書房 2018年

2295 福祉国家を捉えなおす ３社会科学 佐々木寿美 ミネルヴァ書房 2018年

2296 少子高齢社会における社会政策のあり方を考える ３社会科学 安岡匡也 関西学院大学出版会 2018年

2297 社会保障 ３社会科学 田畑洋一　岩崎房子 学文社 2017年

2298 変わる福祉社会の論点 ３社会科学 増田幸弘　三輪まどか 信山社出版 2018年

2299 新・初めての社会保障論 ３社会科学 古橋エツ子 法律文化社 2018年

2300 ２１世紀日本の福祉国家財政  ２１世紀の福祉国家と地域 ３社会科学 渋谷博史 学文社 2014年

2301 「格差」から考える社会政策 ３社会科学 芝田文男 ミネルヴァ書房 2016年

2302 日本の社会保障政策 ３社会科学 小塩隆士　田近栄治 東京大学出版会 2014年

2303 経済学で考える社会保障制度 ３社会科学 安岡匡也 中央経済社 2017年
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2304 社会保障制度改革とソ－シャルワ－ク ３社会科学
日本社会福祉士会　日本精神保健福祉
士協会

中央法規出版 2015年

2305 医療・福祉サ－ビスマネジメント ３社会科学 渡辺孝雄　服部治 同文舘出版 2016年

2306 社会保障の財政学 ３社会科学 小西砂千夫 日本経済評論社 2016年

2307 福祉国家の日韓比較 ３社会科学 金成垣 明石書店 2016年

2308 わかりやすい社会保障制度 ３社会科学 結城康博 ぎょうせい 2018年

2309 日本社会政策学の形成と展開 ３社会科学 相沢与一 新日本出版社 2016年

2310 アジアの社会保障 ３社会科学 増田雅暢　金貞任 法律文化社 2015年

2311 欧州社会保障政策論 ３社会科学 岡伸一 晃洋書房 2016年

2312 ＃社会保障、はじめました。 ３社会科学 猪熊律子 ＳＣＩＣＵＳ 2018年

2313 転げ落ちない社会 ３社会科学 宮本太郎 勁草書房 2017年

2314
レセプト請求の全技術：カルテ読解／点数算定・レセプト作成までの全要点．２０１８－
１９年版

３社会科学 大西正利 医学通信社 2018年

2315 褥瘡関連項目に関する指針 平成３０年度（２０１８年度）診 ３社会科学 日本褥瘡学会 照林社 2018年

2316 小児診療必携保険診療・社会保障テキスト ３社会科学 日本小児科学会社会保険委員会 診断と治療社 2018年

2317 検査と適応疾患（レセ電コ－ド付） 平成３０年４月版 ３社会科学 櫻林郁之介 社会保険研究所 2018年

2318 診療所外来点数マニュアル ２０１８ ３社会科学 診療報酬研究会 じほう 2018年

2319 在宅医療診療報酬点数算定ガイドブック ３社会科学 前沢政次　栗林令子 看護の科学社 2018年

2320 Ｄｒ．のための「知ってトクする」診療所レセプトＱ＆Ａ１１６ ３社会科学 長面川さより 日本医事新報社 2018年

2321 大学生が知っておきたい消費生活と法律 ３社会科学 細川幸一 慶応義塾大学出版会 2018年

2322 「くらし」の時代 ３社会科学 米澤泉 勁草書房 2018年

2323 ライフデザイン学 ３社会科学 齊藤恭平　本名靖 誠信書房 2017年

2324 市民生活行動学 ３社会科学 土木学会 土木学会 2015年

2325 生活リスクマネジメントのデザイン ３社会科学 亀井克之 法律文化社 2018年

2326 世界の空き家対策 ３社会科学 米山秀隆　小林正典 学芸出版社（京都） 2018年

2327 自律共生型社会による戸建住宅地管理論  結ブックス ３社会科学
温井達也　プレイスメイキング研究所ま
ち育て事業部

結エディット 2018年

2328 東京大都市圏におけるハウジング研究 ３社会科学 久保倫子 古今書院 2015年

2329 深刻化する「空き家」問題 ３社会科学
日本弁護士連合会法律サ－ビス展開
本部

明石書店 2018年

2330 都市の空き家問題なぜ？どうする？ ３社会科学 由井義通　久保倫子 古今書院 2016年

2331 住宅白書 ２０１４－２０１６ ３社会科学 日本住宅会議 ドメス出版 2016年

2332 人口減少時代の住宅政策 ３社会科学 山口幹幸　川崎直宏 鹿島出版会 2015年

2333 空き家対策の実務 ３社会科学 北村喜宣　米山秀隆 有斐閣 2016年

2334 自治体の「困った空き家」対策 ３社会科学 宮崎伸光　ちば自治体法務研究会 学陽書房 2016年

2335 居住の貧困と「賃貸世代」 ３社会科学 小玉徹 明石書店 2017年

2336 ２０２５年の住宅事情 ３社会科学 住生活研究会　国土交通省住宅局 ぎょうせい 2016年

2337 レジャ－・スタディ－ズ ３社会科学 渡辺潤（社会学） 世界思想社 2015年

2338 基本講義消費者法  法セミＬＡＷ　ＣＬＡＳＳシリ－ズ ３社会科学 中田邦博　鹿野菜穂子 日本評論社 2018年

2339 新・消費者法これだけは  法律文化ベ－シック・ブックス ３社会科学 杉浦市郎 法律文化社 2015年

2340 新しい消費者教育 ３社会科学 神山久美　中村年春 慶応義塾大学出版会 2016年

2341 消費者法判例インデックス ３社会科学 松本恒雄　後藤巻則 商事法務 2017年

2342 消費者力アップセミナ－ ３社会科学 滝川好夫 税務経理協会 2015年

2343 働くことの哲学 ３社会科学 ラ－ス・スヴェンセン　小須田健 紀伊國屋書店 2016年

2344 労働経済学  ライブラリ今日の経済学 ３社会科学 宮本弘曉 新世社（渋谷区） 2018年

2345 君たちはどう働くか ３社会科学 今野晴貴 皓星社 2016年

2346 図説労働の論点 ３社会科学 高橋祐吉　鷲谷徹 旬報社 2016年

2347 労働と雇用の経済学 ３社会科学 永野仁 中央経済社 2017年

2348 『舎監』せんせい：集団就職の少女たちと私 ３社会科学 鈴木政子 本の泉社 2015年

2349 「優良企業」でなぜ過労死・過労自殺が？  シリ－ズ・現代経済学 ３社会科学 野村正實 ミネルヴァ書房 2018年
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2350 危機と雇用 ３社会科学 玄田有史 岩波書店 2015年

2351 働き方と年収の壁の経済学 ３社会科学 石塚浩美 日本評論社 2018年

2352 〈働く〉は、これから ３社会科学 猪木武徳 岩波書店 2014年

2353 ルポ雇用なしで生きる ３社会科学 工藤律子 岩波書店 2016年

2354 私たちはどのように働かされるのか ３社会科学 伊原亮司 こぶし書房 2015年

2355 なぜ働くのか  ＴＥＤブックス ３社会科学 バリ－・シュワルツ　田内万里夫 朝日出版社 2017年

2356 労働と思想 ３社会科学 市野川容孝　渋谷望 堀之内出版 2015年

2357 ３０代の働く地図 ３社会科学 玄田有史 岩波書店 2018年

2358 怠ける権利！ ３社会科学 小谷敏 高文研 2018年

2359 私の労働研究 ３社会科学 熊沢誠 堀之内出版 2015年

2360 企業ファ－スト化する日本 ３社会科学 竹信三恵子 岩波書店 2019年

2361 よくわかる労働法  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 小畑史子 ミネルヴァ書房 2017年

2362 労働法  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 新谷眞人 弘文堂 2019年

2363 ＡＩ時代の働き方と法 ３社会科学 大内伸哉 弘文堂 2017年

2364 雇用社会の２５の疑問 ３社会科学 大内伸哉 弘文堂 2017年

2365 労働法  日評ベ－シック・シリ－ズ ３社会科学 和田肇　相澤美智子 日本評論社 2019年

2366 １８歳から考えるワ－クル－ル  Ｆｒｏｍ　１８ ３社会科学 道幸哲也　加藤智章 法律文化社 2018年

2367 解雇規制を問い直す ３社会科学 大内伸哉　川口大司 有斐閣 2018年

2368 これからの集団的労使関係を問う ３社会科学 仁田道夫　日本労働組合総連合会 エイデル研究所 2015年

2369 労働法の「常識」は現場の「非常識」 ３社会科学 小嶌典明 中央経済社 2014年

2370 最新重要判例２００労働法 ３社会科学 大内伸哉 弘文堂 2018年

2371 ＡＬＬＩＡＮＣＥ ３社会科学 リ－ド・ホフマン　ベン・カスノ－カ ダイヤモンド社 2015年

2372 雇用創出と地域 ３社会科学 難波利光　坂本毅啓 大学教育出版 2017年

2373 失業なき雇用流動化 ３社会科学 山田久 慶応義塾大学出版会 2016年

2374 ＡＩと日本の雇用 ３社会科学 岩本晃一 日本経済新聞出版社 2018年

2375 日本的雇用慣行を打ち破れ ３社会科学 八代尚宏 日本経済新聞出版社 2015年

2376 日本の労働市場 ３社会科学 川口大司 有斐閣 2017年

2377 人口減少社会の雇用 ３社会科学 西川清之 文眞堂 2015年

2378 ジェネレ－ションフリ－の社会 ３社会科学 北岡孝義 ＣＣＣメディアハウス 2015年

2379 劣化する雇用 ３社会科学 伍賀一道　脇田滋 旬報社 2016年

2380 新・正社員論 ３社会科学 久本憲夫 中央経済社 2018年

2381 雇用システム論 ３社会科学 佐口和郎 有斐閣 2018年

2382 雇用ビッグデ－タが地方を変える ３社会科学 梅屋真一郎 中央公論新社 2018年

2383 無人化と労働の未来 ３社会科学
コンスタンツェ・クルツ　フランク・リ－ガ
－

岩波書店 2018年

2384 発達障害の人が就職したくなる会社  発達障害者の自立・就労を支援する本 ３社会科学
発達障害者の自立・就労を支援する会　
宮尾益知

河出書房新社 2018年

2385 発達障害の人の「私たちの就活」  発達障害者の自立・就労を支援する本 ３社会科学
発達障害者の自立・就労を支援する会　
宮尾益知

河出書房新社 2018年

2386 発達障害と仕事 ３社会科学
宮尾益知　発達障害者の自立・就労を
支援する会

河出書房新社 2018年

2387 発達障害のある人の就労支援  ハンディシリ－ズ ３社会科学 梅永雄二 金子書房 2015年

2388 今日からできる障害者雇用 ３社会科学 大胡田誠　関哉直人 弘文堂 2016年

2389 人材紹介のプロがつくった発達障害の人の内定ハンドブック ３社会科学 石井京子　池嶋貫二 弘文堂 2015年

2390 「はたらく」を支える！職場×発達障害 ３社会科学 五十嵐良雄 南山堂 2017年

2391 私たちのしごと ３社会科学 小山博孝 岩波書店 2015年

2392 産業医と発達障害の人のキャリア＆ライフＢＯＯＫ ３社会科学 石井京子　池嶋貫二 弘文堂 2015年

2393 詳説障害者雇用促進法 ３社会科学 水野仁美　長谷川珠子 弘文堂 2018年

2394 人材紹介のプロがつくった発達障害の人の転職ノ－ト ３社会科学 石井京子　池嶋貫二 弘文堂 2016年
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2395 専門キャリアカウンセラ－が教えるこれからの発達障害者「雇用」 ３社会科学 木津谷岳 小学館 2018年

2396 精神障害者雇用のＡＢＣ ３社会科学 山口創生 星和書店 2018年

2397 職場で出会うユニ－ク・パ－ソン ３社会科学 原雄二郎　鄭理香 誠信書房 2017年

2398 発達障害を職場でささえる ３社会科学 宮木幸一 東京大学出版会 2018年

2399 「はたらく」を支える！職場×双極性障害 ３社会科学 秋山剛 南山堂 2018年

2400 飼い殺しさせないための支援 ３社会科学 高原浩 河出書房新社 2018年

2401 働く発達障害の人のキャリアアップに必要な５０のこと ３社会科学 石井京子　池嶋貫二 弘文堂 2018年

2402 「はたらく」を支える！職場×依存症・アディクション ３社会科学 樋口進　廣尚典 南山堂 2019年

2403 アスペルガ－症候群に特化した就労支援マニュアルＥＳＰＩＤＤ ３社会科学 梅永雄二　井口修一 明石書店 2018年

2404 アスペルガ－症候群の人の就労・職場定着ガイドブック ３社会科学 バ－バラ・ビソネット　石川ミカ 明石書店 2016年

2405 発達障害の人が活躍するためのヒント ３社会科学 石井京子　池嶋貫二 弘文堂 2014年

2406 精神障害者枠で働く ３社会科学 里中高志 中央法規出版 2014年

2407 集団就職：高度経済成長を支えた金の卵たち ３社会科学 沢宮優 弦書房 2017年

2408 キャリアカウンセリング再考 ３社会科学 渡辺三枝子 ナカニシヤ出版 2017年

2409 新版キャリアの心理学 ３社会科学 渡辺三枝子 ナカニシヤ出版 2018年

2410 キャリア開発論 ３社会科学 武石恵美子 中央経済社 2016年

2411 職業の経済学 ３社会科学 阿部正浩　菅万理 中央経済社 2017年

2412 プロフェッショナルの未来 ３社会科学
リチャ－ド・サスカインド　ダニエル・サス
カインド

朝日新聞出版 2017年

2413 近代都市の下層社会  サピエンティア ３社会科学 町田祐一 法政大学出版局 2016年

2414 キャリアコンサルタントのためのカウンセリング入門 ３社会科学 杉原保史 北大路書房 2016年

2415 ライフデザイン・カウンセリング・マニュアル ３社会科学 マ－ク・Ｌ．サビカス　水野修次郎 遠見書房 2016年

2416 働く人へのキャリア支援 ３社会科学 宮脇優子 金剛出版 2015年

2417 とりあえず志向とキャリア形成 ３社会科学 中嶌剛 日本評論社 2015年

2418 サビカス　キャリア・カウンセリング理論 ３社会科学
マ－ク・Ｌ．サビカス　日本キャリア開発
研究センタ－

福村出版 2015年

2419 はじめてのナラティブ／社会構成主義キャリア・カウンセリング ３社会科学 渡部昌平 川島書店 2016年

2420 気づきが導く！成功！キャリアデザイン ３社会科学 土井隆司 武蔵野大学出版会 2018年

2421 キャリア論研究 ３社会科学 柏木仁 文眞堂 2016年

2422 キャリアを支えるカウンセリング ３社会科学 道谷里英 ナカニシヤ出版 2018年

2423 概説労働市場法 ３社会科学 鎌田耕一 三省堂 2017年

2424 キャリア・マネジメントの未来図 ３社会科学 二神枝保　村木厚子 八千代出版 2017年

2425 キャリア・アントレプレナ－シップ論 ３社会科学 竹本拓治　松重和美 萌書房 2015年

2426 ブラック企業に負けないリ－ガル・リテラシ－ ３社会科学 中嶌剛 萌書房 2016年

2427 社会人のためのキャリア・デザイン入門 ３社会科学 矢澤美香子 金剛出版 2016年

2428 グル－プ・キャリア・カウンセリング ３社会科学 渡部昌平 金子書房 2018年

2429 キャリアカウンセリング ３社会科学 ノ－マン・アムンドソン　高橋美保 誠信書房 2018年

2430 キャリアとコミュニケ－ション ３社会科学 李超 税務経理協会 2015年

2431 キャリアデザイン講座 ３社会科学 大宮登 日経ＢＰ社 2019年

2432 大学生のためのキャリアデザイン入門 ３社会科学 岩上真珠　大槻奈巳 有斐閣 2014年

2433 キャリアデザイン入門 ３社会科学 菊地信一 光生館 2014年

2434 パワハラ不当解雇 ３社会科学 高橋秀直 旬報社 2018年

2435 労働時間制度改革 ３社会科学 大内伸哉 中央経済社 2015年

2436 共助と連帯  連合新書 ３社会科学 教育文化協会　労働者福祉中央協議会 明石書店 2016年

2437 仕事と家庭は両立できない？ ３社会科学 アン＝マリ－・スロ－タ－　関美和 ＮＴＴ出版 2017年

2438 活躍する女性会社役員の国際比較  シリ－ズ〈女・あすに生きる〉 ３社会科学 渡辺峻　守屋貴司 ミネルヴァ書房 2016年
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2439 フェミニスト・ファイト・クラブ ３社会科学 ジェシカ・ベネット　岩田佳代子 海と月社 2018年

2440 子育てと仕事の社会学  現代社会学ライブラリ－ ３社会科学 西村純子 弘文堂 2014年

2441 ２１世紀の女性と仕事  放送大学叢書 ３社会科学 大沢真知子 左右社 2018年

2442 「女性にやさしい」その先へ ３社会科学 アエラ編集部　大沢真知子 朝日新聞出版 2016年

2443 女性はなぜ活躍できないのか ３社会科学 大沢真知子 東洋経済新報社 2015年

2444 シングル女性の貧困 ３社会科学 小杉礼子　野依智子 明石書店 2017年

2445 女性と労働 ３社会科学 日本弁護士連合会 旬報社 2017年

2446 不妊治療とキャリア継続 ３社会科学 乙部由子 勁草書房 2015年

2447 女性が活躍する社会の実現 ３社会科学 加藤久和　財務省財務総合政策研究所 中央経済社 2016年

2448 ジェンダ－労働論 ３社会科学 川東英子 ドメス出版 2018年

2449 働き女子＠台湾 ３社会科学 蔡蕙頻　日野みどり 凱風社 2016年

2450 女性と求人情報 ３社会科学 渡邉嘉子 宣伝会議 2018年

2451 わたしのキャリア・デザイン ３社会科学 加藤容子　小倉祥子 ナカニシヤ出版 2014年

2452 人手不足なのになぜ賃金が上がらないのか ３社会科学 玄田有史 慶応義塾大学出版会 2017年

2453 「同一労働同一賃金」のすべて ３社会科学 水町勇一郎 有斐閣 2018年

2454 最低賃金１５００円がつくる仕事と暮らし ３社会科学 後藤道夫　中澤秀一 大月書店 2018年

2455 ワタミの初任給はなぜ日銀より高いのか？ ３社会科学 渡辺輝人 旬報社 2015年

2456 戦後日本の労使関係  戦後世界と日本資本主義－歴史と現状 ３社会科学 藤田実 大月書店 2017年

2457 企業統治改革の陥穽 ３社会科学 小池和男 日本経済新聞出版社 2018年

2458 ［企業社会」の形成・成熟・変容 ３社会科学 高橋祐吉 専修大学出版局 2018年

2459 アジア太平洋の労働運動  連合新書 ３社会科学 鈴木則之 明石書店 2019年

2460 ものがたり現代労働運動史 １ 連合新書 ３社会科学 高木郁朗　教育文化協会 明石書店 2018年

2461 労働運動の新たな地平 ３社会科学 中村浩爾　寺間誠治 かもがわ出版 2015年

2462 現代日本の企業組織再編と労働組合の課題 ３社会科学 坂幸夫 学文社 2015年

2463 敗戦直後を切り拓いた働く女性たち ３社会科学 伍賀偕子 ドメス出版 2014年

2464 オルグ！オルグ！オルグ！ ３社会科学 本田一成 新評論 2018年

2465 ストする中国 ３社会科学 レイバ－ネット日本国際部 彩流社 2018年

2466 非正規クライシス ３社会科学 北川慧一　古賀大己 朝日新聞出版 2017年

2467 「非正規労働」を考える ３社会科学 小池和男 名古屋大学出版会 2016年

2468 「グロ－バル人材」をめぐる政策と現実  移民・ディアスポラ研究 ３社会科学 五十嵐泰正　明石純一 明石書店 2015年

2469 新移民時代 ３社会科学 西日本新聞社 明石書店 2017年

2470 外国人単純技能労働者の受け入れと実態 ３社会科学 坂幸夫 東信堂 2016年

2471 アイデンティティ経済学と共稼ぎ夫婦の家事労働行動 ３社会科学 安藤潤 文眞堂 2017年

2472 再論朝鮮人強制連行 ３社会科学 飛田雄一 三一書房 2018年

2473 「働くこと」を社会学する産業・労働社会学  有斐閣アルマ ３社会科学 小川慎一　山田信行 有斐閣 2015年

2474 産業と組織の心理学  ライブラリ心理学を学ぶ ３社会科学 池田浩 サイエンス社 2017年

2475 マネジメントの心理学 ３社会科学 伊波和恵　高石光一 ミネルヴァ書房 2014年

2476 産業・組織心理学 ３社会科学 小野公一　関口和代 白桃書房 2017年

2477 産業・組織心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ３社会科学 太田信夫　金井篤子 北大路書房 2017年

2478 感情労働マネジメント ３社会科学 田村尚子 生産性出版 2018年

2479 はじめて学ぶ産業・組織心理学 ３社会科学 柳澤さおり　田原直美 白桃書房 2015年

2480 入門！産業社会心理学 ３社会科学 杉山崇 北樹出版 2015年

2481 働くひとの生涯発達心理学 ３社会科学 岡田昌毅　石浦敏子 晃洋書房 2017年

2482 電通事件 ３社会科学 北健一 旬報社 2017年
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2483 職場における身体活動・運動指導の進め方 ３社会科学 江口泰正　中田由夫 大修館書店 2018年

2484 とまどう男たち 死に方編 阪大リ－ブル ３社会科学 大村英昭　山中浩司 大阪大学出版会 2016年

2485 男性は何をどう悩むのか ３社会科学 濱田智崇　『男』悩みのホットライン ミネルヴァ書房 2018年

2486 男女共同参画白書 平成30年度版 「暮らしと社会」シリーズ ３社会科学 内閣府  編 勝美印刷 2018年

2487 ＷＯＲＫ　ＤＥＳＩＧＮ ３社会科学 イリス・ボネット　池村千秋 ＮＴＴ出版 2018年

2488 女性学入門  ＭＩＮＥＲＶＡ　ＴＥＸＴ　ＬＩＢＲＡＲＹ ３社会科学 杉本貴代栄 ミネルヴァ書房 2018年

2489 アクティブラ－ニングで学ぶジェンダ－ ３社会科学 青野篤子 ミネルヴァ書房 2016年

2490 未来をひらく男女共同参画 ３社会科学 西岡正子 ミネルヴァ書房 2016年

2491 地図とデ－タで見る女性の世界ハンドブック ３社会科学
イザベル・アタネ　キャロル・ブリュジェイ
ユ

原書房 2018年

2492 説教したがる男たち ３社会科学 レベッカ・ソルニット　ハ－ン小路恭子 左右社 2018年

2493 ジェンダ－で学ぶ社会学 ３社会科学 伊藤公雄　牟田和恵 世界思想社 2015年

2494 セクシュアリティをことばにする ３社会科学 上野千鶴子（社会学） 青土社 2015年

2495 ジェンダ－・スタディ－ズ  大阪大学新世紀レクチャ－ ３社会科学 牟田和恵 大阪大学出版会 2015年

2496 女が女になること ３社会科学 三砂ちづる 藤原書店 2015年

2497 ダイナミズムとしてのジェンダ－  成蹊大学人文叢書 ３社会科学 成蹊大学文学部学会　竹内敬子 風間書房 2016年

2498 世界史のなかの女性たち  アジア遊学 ３社会科学 水井万里子　杉浦未樹 勉誠出版 2015年

2499 ジェンダ－法学入門  法律文化ベ－シック・ブックス ３社会科学 三成美保　笹沼朋子 法律文化社 2015年

2500 教養としてのジェンダ－と平和 ３社会科学 風間孝　加治宏基 法律文化社 2016年

2501 ジェンダ－とわたし ３社会科学 笹川あゆみ 北樹出版 2017年

2502 はじめてのジェンダ－論  有斐閣ストゥディア ３社会科学 加藤秀一 有斐閣 2017年

2503 ＷＯＭＥＮ　ＥＭＰＯＷＥＲＭＥＮＴ　１００ ３社会科学 ベツィ・プラトキン・トイチ　松本裕 英治出版 2016年

2504 ジェンダ－における「承認」と「再分配」 ３社会科学 越智博美　河野真太郎 彩流社 2015年

2505 個人的なことと政治的なこと ３社会科学 井川　ちとせ　中山　徹 彩流社 2017年

2506 なぜジェンダ－教育を大学でおこなうのか ３社会科学 村田晶子　弓削尚子 青弓社 2017年

2507 女性のためのライフプランニング ３社会科学 田和真希 大学教育出版 2016年

2508 相談の力 ３社会科学 須藤八千代　土井良多江子 明石書店 2016年

2509 女性・人権・生きること ３社会科学 天童睦子 学文社 2017年

2510 語り継ぐ女性学 ３社会科学
神戸女学院大学女性学インスティチュ
－ト　難波江和英

御茶の水書房 2015年

2511 男女共同参画政策 ３社会科学 内藤和美　山谷清志 晃洋書房 2015年

2512 女性の権利宣言 ３社会科学 シェ－ヌ出版社　遠藤ゆかり 創元社 2018年

2513 ゆらぐ親密圏とフェミニズム ３社会科学 海妻径子 コモンズ 2016年

2514 アクションを起こそう ３社会科学 ジミ－・カ－タ－　伊藤淑子 国書刊行会 2016年

2515 概説ジェンダ－と法 ３社会科学 辻村みよ子 信山社出版 2016年

2516 男女共同参画統計デ－タブック ２０１５ ３社会科学 男女共同参画統計研究会 ぎょうせい 2015年

2517 日本のフェミニズム ３社会科学 北原みのり 河出書房新社 2017年

2518 何を怖れる ３社会科学 松井久子 岩波書店 2014年

2519 「女子」の誕生 ３社会科学 米澤泉 勁草書房 2014年

2520 女子のチカラ ３社会科学 米澤泉 勁草書房 2015年

2521 家族写真をめぐる私たちの歴史 ３社会科学 ミリネ　皇甫康子 御茶の水書房 2016年

2522 近現代の女性史を考える ３社会科学 折井美耶子 ドメス出版 2015年

2523 明治維新とジェンダ－ ３社会科学 長野ひろ子 明石書店 2016年

2524 ジェンダ－と自己実現 ３社会科学 広岡守穂 有信堂高文社 2015年

2525 女たちの精神史 ３社会科学 伊藤由希子 春秋社 2018年

2526 家庭通信社と戦後五○年史 ３社会科学 関根由子 論創社 2018年
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2527 歴史をひらく ３社会科学 早川紀代　秋山洋子 御茶の水書房 2015年

2528 女たちの満洲  阪大リ－ブル ３社会科学 生田美智子 大阪大学出版会 2015年

2529 現代中国のジェンダ－・ポリティクス ３社会科学 小浜正子　秋山洋子 勉誠出版 2016年

2530 「女性婚」を生きる ３社会科学 小馬徹 神奈川大学出版会 2018年

2531 南北戦争のなかの女と男 ３社会科学 ニナ・シルバ－　兼子歩 岩波書店 2016年

2532 アメリカのフェミニズム運動史 ３社会科学 栗原涼子 彩流社 2018年

2533 新しい家族関係学 ３社会科学 長津美代子：小澤千穂子 建帛社 2018年

2534 親子白書 ３社会科学 明治安田生活福祉研究所 きんざい 2017年

2535 日本の親子 ３社会科学 平木典子　柏木恵子 金子書房 2015年

2536 夫婦・カップルのためのアサ－ション ３社会科学 野末武義 金子書房 2015年

2537 家族のゆくえは金しだい ３社会科学 信田さよ子 春秋社 2016年

2538 デ－タで読む平成期の家族問題  朝日選書 ３社会科学 湯沢雍彦 朝日新聞出版 2014年

2539 母・娘・祖母が共存するために ３社会科学 信田さよ子 朝日新聞出版 2017年

2540 「居場所」のない男、「時間」がない女 ３社会科学 水無田気流 日本経済新聞出版社 2015年

2541 単身急増社会の希望 ３社会科学 藤森克彦 日本経済新聞出版社 2017年

2542 母性愛神話の罠  こころの科学叢書 ３社会科学 大日向雅美 日本評論社 2015年

2543 近現代日本の家族形成と出生児数 ３社会科学 石崎昇子 明石書店 2015年

2544 ステップファミリ－のきほんをまなぶ ３社会科学
ＳＡＪ（ステップファミリ－・アソシエ－シ　
緒倉珠巳

金剛出版 2018年

2545 家族の心理 ３社会科学 小田切紀子　野口康彦 金剛出版 2017年

2546 「人生案内」にみる女性の生き方 ３社会科学 大日向雅美 日本評論社 2016年

2547 夫の定年 ３社会科学 グル－プわいふ　佐藤ゆかり ミネルヴァ書房 2017年

2548 現代家族を読み解く１２章 ３社会科学 日本家政学会 丸善出版 2018年

2549 母と娘の心理臨床 ３社会科学 内田利広 金子書房 2018年

2550 近代家族のゆらぎと新しい家族のかたち ３社会科学 松信ひろみ 八千代出版 2016年

2551 オトナ親子の同居・近居・援助 ３社会科学 大和礼子 学文社 2017年

2552 オンラインデ－トで学ぶ経済学 ３社会科学 ポ－ル・オイヤ－　土方奈美 ＮＴＴ出版 2016年

2553 国際結婚と多文化共生 ３社会科学 佐竹眞明　金愛慶 明石書店 2017年

2554 別れてもふたりで育てる ３社会科学 ジョアン・ペドロ・キャロル　丸井妙子 明石書店 2015年

2555 大正期の結婚相談 ３社会科学 桑原　桃音 晃洋書房 2017年

2556 アメリカで生きた女性たち ３社会科学 浅井正行　浅井直子 風間書房 2016年

2557 《被災世代》へのメッセ－ジ ３社会科学 大森美紀彦 新評論 2016年

2558 子どもの貧困ハンドブック ３社会科学 松本伊智朗　湯澤直美 かもがわ出版 2016年

2559 「若者」の時代 ３社会科学 菊地史彦 トランスビュ－ 2015年

2560 「若者」とは誰か  河出ブックス ３社会科学 浅野智彦 河出書房新社 2015年

2561 すべての若者が生きられる未来を ３社会科学 宮本みち子 岩波書店 2015年

2562 現代若者の幸福 ３社会科学 藤村正之　浅野智彦 恒星社厚生閣 2016年

2563 高校生ワ－キングプア ３社会科学 ＮＨＫスペシャル取材班 新潮社 2018年

2564 子どもの貧困の解決へ ３社会科学 浅井春夫　中西新太郎 新日本出版社 2016年

2565 ひきこもる心のケア ３社会科学 杉本賢治　村澤和多里 世界思想社 2015年

2566 二十一世紀の若者論 ３社会科学 小谷敏 世界思想社 2017年

2567 サイレントマザ－ ３社会科学 石川瞭子 青弓社 2017年

2568 日本の若者はなぜ希望を持てないのか ３社会科学 鈴木賢志 草思社 2015年

2569 子どもと貧困 ３社会科学 朝日新聞社 朝日新聞出版 2016年

2570 モノと子どもの昭和史  平凡社ライブラリ－ ３社会科学 天野正子　石谷二郎 平凡社 2015年
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2571 ライフデザインと希望  格差の連鎖と若者 ３社会科学 石田浩　佐藤香 勁草書房 2017年

2572 地方暮らしの幸福と若者 ３社会科学 轡田竜蔵 勁草書房 2017年

2573 つながりをリノベ－ションする時代 ３社会科学 田所承己　菅野博史 弘文堂 2016年

2574 国際関係のなかの子どもたち ３社会科学 初瀬竜平　松田哲 晃洋書房 2015年

2575 ファンタジ－マネジメント ３社会科学 小栗正幸 ぎょうせい 2015年

2576 Ｉｂａｓｙｏ ３社会科学 岡原功祐 工作舎 2018年

2577 ひきこもり ３社会科学 船越明子 新曜社 2015年

2578 つくられた「少女」 ３社会科学 渡部周子 日本評論社 2017年

2579 スマホ・チルドレンもめごとＳＯＳ ３社会科学 富樫康明 批評社 2018年

2580 居場所 ３社会科学 萩原建次郎 春風社 2018年

2581 若者参画条例の提案 ３社会科学 松下啓一　倉根悠紀 萌書房 2018年

2582 サイバ－リスクから子どもを守る ３社会科学 経済協力開発機構　齋藤長行 明石書店 2016年

2583 子ども白書2018 ３社会科学 日本子どもを守る会  編 草土文化 2019年

2584 子供・若者白書（平成30年度版） ３社会科学 内閣府  編 時事画報社 2018年

2585 老後親子破産 ３社会科学 日本放送協会 講談社 2016年

2586 超高齢社会を生きる  心理学叢書 ３社会科学 長田久雄　箱田裕司 誠信書房 2016年

2587 老老格差 ３社会科学 橘木俊詔 青土社 2016年

2588 超高齢社会の法律、何が問題なのか  朝日選書 ３社会科学 樋口範雄 朝日新聞出版 2015年

2589 高齢社会のアクションリサ－チ ３社会科学
科学技術振興機構社会技術研究開発
センタ－　秋山弘子

東京大学出版会 2015年

2590 東大がつくった高齢社会の教科書 ３社会科学 東京大学高齢社会総合研究機構 東京大学出版会 2017年

2591 超高齢・人口減少社会のイノベ－ション ３社会科学 樋口美雄　駒村康平 慶応義塾大学出版会 2016年

2592 シニアシングルズ　女たちの知恵と縁 ３社会科学 大矢さよ子　湯澤直美 大月書店 2018年

2593 「サ－ドエイジ」をどう生きるか ３社会科学 片桐恵子 東京大学出版会 2017年

2594 老年的超越 ３社会科学 ラ－シュ・ト－ンスタム　冨澤公子 晃洋書房 2017年

2595 １３歳から知っておきたいＬＧＢＴ＋ ３社会科学 アシュリ－・マ－デル　須川綾子 ダイヤモンド社 2017年

2596 ルポ同性カップルの子どもたち ３社会科学 杉山麻里子 岩波書店 2016年

2597 トランスジェンダ－の心理学 ３社会科学 佐々木掌子 晃洋書房 2017年

2598 〈男性同性愛者〉の社会史 ３社会科学 前川直哉 作品社 2017年

2599 ハタチまでに知っておきたい性のこと  シリ－ズ大学生の学びをつくる ３社会科学 橋本紀子　田代美江子 大月書店 2017年

2600 性のあり方の多様性 ３社会科学 二宮周平 日本評論社 2017年

2601 同性婚 ３社会科学 同性婚人権救済弁護団 明石書店 2016年

2602 レズビアン・アイデンティティ－ズ ３社会科学 堀江有里 洛北出版 2015年

2603 新同性愛って何？  プロブレムＱ＆Ａ ３社会科学 伊藤悟　三宅大二郎 緑風出版 2017年

2604 カミングアウト ３社会科学 ジョン・ブラウン　松本裕（翻訳） 英治出版 2018年

2605 子どもの性同一性障害に向き合う ３社会科学 西野明樹 日東書院本社 2018年

2606 ＬＧＢＴの子どもに寄り添うための本 ３社会科学
ダニエル・オウェンズ・リ－ド　クリスティ
ン・ルッソ

白桃書房 2016年

2607 性風俗世界を生きる「おんなのこ」のエスノグラフィ ３社会科学 熊田陽子 明石書店 2017年

2608 ゲイカップルのワ－クライフバランス ３社会科学 神谷悠介 新曜社 2017年

2609 同性パ－トナ－シップ制度 ３社会科学 棚村政行　中川重徳 日本加除出版 2016年

2610 判例で理解する職場・学校のセクハラ・パワハラ ３社会科学 吉川英一郎　大橋さゆり 文眞堂 2016年

2611 セクシュアリティと法 ３社会科学 谷口洋幸　綾部六郎 法律文化社 2017年

2612 ピア・カウンセリング実践マニュアル ３社会科学 高村寿子 小学館 2015年

2613 男色を描く ３社会科学 染谷智幸　畑中千晶 勉誠出版 2017年

2614 教養のためのセクシュアリティ・スタディ－ズ ３社会科学 風間孝　河口和也 法律文化社 2018年
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2615 フランスの同性婚と親子関係 ３社会科学 イレ－ヌ・テリ－　石田久仁子 明石書店 2019年

2616 ひきこもりと家族の社会学 ３社会科学 古賀正義　石川良子 世界思想社 2018年

2617 ひきこもりの心理支援 ３社会科学 日本臨床心理士会　江口昌克 金剛出版 2017年

2618 貧困  福祉＋α ３社会科学 駒村康平 ミネルヴァ書房 2018年

2619 現代貧乏物語 ３社会科学 橋本健二 弘文堂 2016年

2620 ここまで進んだ！格差と貧困 ３社会科学 稲葉剛　青砥恭 新日本出版社 2016年

2621 誰も置き去りにしない社会へ ３社会科学 平松知子　鳫咲子 新日本出版社 2018年

2622 貧困大国ニッポンの課題 ３社会科学 橘木俊詔 人文書院 2015年

2623 貧困の戦後史  筑摩選書 ３社会科学 岩田正美 筑摩書房 2017年

2624 山谷ヤマの男 ３社会科学 多田裕美子 筑摩書房 2016年

2625 ニッポンの貧困 ３社会科学 中川雅之 日経ＢＰ社 2015年

2626 貧困と社会  放送大学教材 ３社会科学 西沢晃彦 放送大学教育振興会 2015年

2627 入門貧困論 ３社会科学 金子充 明石書店 2017年

2628 貧困問題の新地平 ３社会科学
丸山里美　自立生活サポ－トセンタ－・
もやい

旬報社 2018年

2629 貧困の世代間継承 ３社会科学 道中隆 晃洋書房 2016年

2630 貧困のなかにいる子どものソ－シャルワ－ク ３社会科学
「子どもの貧困」に向き合う人々　大西
良

中央法規出版 2018年

2631 貧困問題最前線 ３社会科学 大阪弁護士会 明石書店 2018年

2632 ハウジングファ－スト ３社会科学 稲葉剛　小川芳範 山吹書店 2018年

2633 貧困の世代間継承 ３社会科学 道中隆 晃洋書房 2015年

2634 向こう半分の人々の暮らし ３社会科学 ジェイコブ・リ－ス　千葉喜久枝 創元社 2018年

2635 自殺をケアするということ  新・ｍｉｎｅｒｖａ福祉ライブラリ－ ３社会科学 木原活信　引土絵未 ミネルヴァ書房 2015年

2636 よくわかる自殺対策 ３社会科学 本橋豊 ぎょうせい 2015年

2637 つながりからみた自殺予防 ３社会科学 太刀川弘和 人文書院 2019年

2638 生きると向き合う ３社会科学 今村弥生　宮崎仁 南山堂 2017年

2639 職業は売春婦 ３社会科学 メリッサ・ジラ・グラント　桃井緑美子 青土社 2015年

2640 人身売買と貧困の女性化 ３社会科学 島﨑裕子 明石書店 2018年

2641 スト－カ－の時代 ３社会科学 ブラン・ニコル　内藤憲吾 青土社 2017年

2642 現代危機管理論 ３社会科学 前田雅英　公共政策調査会 立花書房 2017年

2643 介護殺人の予防 ３社会科学 湯原悦子 クレス出版 2017年

2644 無差別殺人犯の正体 ３社会科学 阿部憲仁 学文社 2016年

2645 現代アメリカのガン・ポリティクス ３社会科学 鵜浦裕 東信堂 2016年

2646 スト－カ－ ３社会科学 長谷川京子　山脇絵里子 日本加除出版 2017年

2647 リジリアンスを育てよう ３社会科学 マイケル・ウンガ－　松嶋秀明 金剛出版 2015年

2648 性加害行動のある少年少女のためのグッドライフ・モデル ３社会科学 ボビ－・プリント　藤岡淳子 誠信書房 2015年

2649 ＜ヤンチャな子ら＞のエスノグラフィ－ ３社会科学 知念渉 青弓社 2018年

2650 ドラッグと分断社会アメリカ ３社会科学 カ－ル・ハ－ト　寺町朋子 早川書房 2017年

2651 ダルク回復する依存者たち ３社会科学 ダルク 明石書店 2018年

2652 お母さんのためのアルコ－ル依存症回復ガイドブック ３社会科学 ロ－ズマリ－・オコ－ナ－　今村扶美 金剛出版 2019年

2653 当事者が支援する ３社会科学 南保輔　中村英代 春風社 2018年

2654 コミュニケ－ション実践トレ－ニング ３社会科学 杉原桂　野呂幾久子 ナカニシヤ出版 2017年

2655 障害者福祉  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 竹端寛　山下幸子 ミネルヴァ書房 2017年

2656 介護の基本  最新介護福祉全書 ３社会科学 西村洋子（看護学） メヂカルフレンド社 2018年

2657 社会の理解  最新介護福祉全書 ３社会科学 小澤温　秋元美世 メヂカルフレンド社 2018年

2658 障害別生活支援技術  最新介護福祉全書 ３社会科学 谷口敏代　中村裕子（社会福祉学） メヂカルフレンド社 2015年
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2659 保健医療サ－ビス　第４版－保健医療制度・  社会福祉士シリ－ズ　　１７ ３社会科学 佐久間淳　責任編集　幡山久美子 弘文堂 2019年

2660 福祉を拓く ２ ３社会科学 かごしま福祉開発研究所 南方新社 2019年

2661 新イラストによる安全な動作介助のてびき ３社会科学 飛松好子　岩崎洋 医歯薬出版 2016年

2662 親の依存症によって傷ついている子どもたち ３社会科学 ジェリ－・モ－　水澤都加佐 星和書店 2017年

2663 めずらしいひと ３社会科学 郷右近歩 ナカニシヤ出版 2016年

2664 子どもの成長とアロマザリング ３社会科学 中山哲志　深谷昌志 ナカニシヤ出版 2018年

2665 地域共生の開発福祉 ３社会科学
日本福祉大学アジア福祉社会開発研究
センター

ミネルヴァ書房 2017年

2666 病院からはじまる在宅看取りケア ３社会科学 福井小紀子 メヂカルフレンド社 2018年

2667 介護福祉の組織・制度論  〈地域ケアを拓く介護福祉学〉シリ－ズ ３社会科学 諏訪徹　坂本洋一 光生館 2015年

2668 介護福祉総合演習  〈地域ケアを拓く介護福祉学〉シリ－ズ ３社会科学 本名靖　荏原順子 光生館 2015年

2669 福祉の仕事でプロになる！ ３社会科学 久田則夫 中央法規出版 2016年

2670 福祉リ－ダ－の強化書 ３社会科学 久田則夫 中央法規出版 2017年

2671
自分たちで行うケアマネ－ジャ－のための事例研究の方法  Ｍｉｎｅｒｖａ２１世紀福祉ラ
イブラリ－

３社会科学
「かかわり続ける」ケアマネ－ジャ－の
会　空閑浩人

ミネルヴァ書房 2018年

2672 社会福祉  ＭＩＮＥＲＶＡはじめて学ぶ子どもの福祉 ３社会科学 倉石哲也　伊藤嘉余子 ミネルヴァ書房 2017年

2673 社会福祉の思想入門  ＭＩＮＥＲＶＡ福祉ブックス ３社会科学 秋山智久 ミネルヴァ書房 2016年

2674 人口減少時代の地域福祉  ＭＩＮＥＲＶＡ福祉ブックス ３社会科学 野口定久 ミネルヴァ書房 2016年

2675 社会福祉への招待  シリ－ズ・社会福祉の視座 ３社会科学 北川清一　川向雅弘 ミネルヴァ書房 2017年

2676 介護福祉士まるごとガイド  まるごとガイドシリ－ズ ３社会科学 日本介護福祉士会 ミネルヴァ書房 2016年

2677 よくわかる権利擁護と成年後見制度  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 永田祐　堀善昭 ミネルヴァ書房 2017年

2678 よくわかる社会福祉  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 山縣文治　岡田忠克 ミネルヴァ書房 2016年

2679 よくわかる社会福祉の「経営」  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 小松理佐子 ミネルヴァ書房 2018年

2680
ジェネラリスト・ソ－シャルワ－クにもとづく社会福祉のス－パ－ビジョン  新・ｍｉｎｅｒｖａ
福祉ライブラリ－

３社会科学 山辺朗子 ミネルヴァ書房 2015年

2681 社会福祉概論  新・はじめて学ぶ社会福祉 ３社会科学 杉本敏夫　立花直樹 ミネルヴァ書房 2017年

2682 社会福祉  新・プリマ－ズ／保育／福祉 ３社会科学 石田慎二　山縣文治 ミネルヴァ書房 2017年

2683 権利擁護とソ－シャルワ－ク  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 上田晴男　小西加保留 ミネルヴァ書房 2019年

2684 社会福祉  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 室田保夫　倉持史朗 ミネルヴァ書房 2018年

2685 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック ９ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2015年

2686 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック ２１ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2014年

2687 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック １ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2014年

2688 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック ８ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2014年

2689 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック １８ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2014年

2690 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック １４ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2016年

2691 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック １５ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2016年

2692 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック １９ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2017年

2693 ＭＩＮＥＲＶＡ社会福祉士養成テキストブック １１ ３社会科学 岩田正美　大橋謙策 ミネルヴァ書房 2018年

2694 福祉の哲学とは何か ３社会科学 広井良典 ミネルヴァ書房 2017年

2695 医療と介護の連携＆報酬算定 ２０１８（平成３０）年度改定対 ３社会科学 医療介護連携促進委員会 メディカ出版 2018年

2696 あらゆる状況に対応できるシンプル身体介助術 ３社会科学 岡田慎一郎 医学書院 2017年

2697 ス－パ－バイズでお悩み解決！地域における支援困難事例１５ ３社会科学 吉岡京子　吉永陽子 医学書院 2016年

2698 福祉心理学  公認心理師の基礎と実践 ３社会科学 野島一彦　繁桝算男 遠見書房 2018年

2699 社会福祉概論  Ｎブックス ３社会科学 金子光一 建帛社 2018年

2700 地域福祉の理論と実際  福祉ライブラリ ３社会科学 都築光一 建帛社 2018年

2701 権利擁護と成年後見制度  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 福田幸夫　森長秀 弘文堂 2018年

2702 現代社会と福祉  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 福田幸夫　長岩嘉文 弘文堂 2019年
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2703 地域福祉の理論と方法  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学
山本美香　福祉臨床シリ－ズ編集委員
会

弘文堂 2017年

2704 社会福祉法人ハンドブック ３社会科学 実藤秀志 税務経理協会 2018年

2705 コ－ディネ－タ－必携シニアボランティアハンドブック ３社会科学 藤原佳典　倉岡正高 大修館書店 2016年

2706 施設ケアマネジメント  だいじをギュッと！ケアマネ実践力シリ－ズ ３社会科学 中野穣 中央法規出版 2018年

2707 イラストでわかる介護・福祉職のためのマナ－と接遇 ３社会科学 関根健夫　杉山真知子 中央法規出版 2017年

2708 コミュニティソ－シャルワ－クの理論と実践 ３社会科学 中島修　菱沼幹男 中央法規出版 2015年

2709 介護現場で活かすフィジカルアセスメント ３社会科学 パリウムケア　大澤智恵子 中央法規出版 2016年

2710 新・社会福祉とは何か ３社会科学 大久保秀子 中央法規出版 2018年

2711 対人援助の作法 ３社会科学 竹田伸也 中央法規出版 2018年

2712 動作の“なぜ”がわかる基礎介護技術 ３社会科学 前川美智子 中央法規出版 2018年

2713 社会福祉の国際比較  放送大学教材 ３社会科学 埋橋孝文 放送大学教育振興会 2015年

2714 社会福祉への招待  放送大学教材 ３社会科学 岩田正美 放送大学教育振興会 2016年

2715 社会福祉実践の理論と実際  放送大学教材 ３社会科学 横山登志子 放送大学教育振興会 2018年

2716 福祉心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ３社会科学 太田信夫　小畑文也 北大路書房 2017年

2717 社会福祉と権利擁護  有斐閣アルマ ３社会科学 秋元美世　平田厚 有斐閣 2015年

2718 はじめてのケア論  有斐閣ストゥディア ３社会科学 三井さよ 有斐閣 2018年

2719 問いからはじめる社会福祉学  有斐閣ストゥディア ３社会科学 圷洋一　金子充 有斐閣 2016年

2720 日本の介護 ３社会科学 中村二朗　菅原慎矢 有斐閣 2017年

2721 社会福祉の基本体系  福祉の基本体系シリ－ズ ３社会科学 井村圭壯　今井慶宗 勁草書房 2017年

2722 社会福祉の形成と展開  福祉の基本体系シリ－ズ ３社会科学 井村圭壯　今井慶宗 勁草書房 2019年

2723 社会福祉の基本と課題 ３社会科学 井村圭壮　相澤譲治 勁草書房 2015年

2724 やさしくわかる社会福祉法人の経営と運営 ３社会科学 平林亮子　高橋知寿 税務経理協会 2017年

2725 外国人のためのやさしく学べる介護の知識・技術 ３社会科学 海外介護士育成協議会　甘利庸子 中央法規出版 2017年

2726 福祉職・介護職のためのマインドフルネス ３社会科学 池埜聡 中央法規出版 2017年

2727 社会福祉法人の運営と財務 ３社会科学 古田清和　中西倭夫 同文舘出版 2017年

2728 「介護施設長＆リ－ダ－」の教科書 ３社会科学 糠谷和弘 ＰＨＰ研究所 2018年

2729 権利擁護がわかる意思決定支援 ３社会科学
日本福祉大学権利擁護研究センタ－　
平野隆之

ミネルヴァ書房 2018年

2730 現場から福祉の課題を考えるソ－シャル・キャピタルを活かした社会的孤立への支援 ３社会科学 牧田満知子　立花直樹 ミネルヴァ書房 2017年

2731 「図解」超少子高齢・無縁社会と地域福祉 ３社会科学 川上富雄 学文社 2014年

2732 １００歳時代の新しい介護哲学 ３社会科学 久田恵　花げし舎 現代書館 2018年

2733 こんなにおもしろい社会福祉士の仕事 ３社会科学 飯塚慶子 中央経済社 2018年

2734 社会福祉概論 ３社会科学 西村昇　日開野博 中央法規出版 2017年

2735 コミュニティカフェと地域社会 ３社会科学 倉持香苗 明石書店 2014年

2736 外国人のためのやさしく学べる介護のことば ３社会科学 海外介護士育成協議会　甘利庸子 中央法規出版 2017年

2737 福祉サ－ビス論 ３社会科学 大澤史伸 学文社 2014年

2738 福祉技術と都市生活 ３社会科学 西山敏樹 慶応義塾大学出版会 2017年

2739 多元的共生社会の構想 ３社会科学 菅沼隆　河東田博 現代書館 2014年

2740 共生社会を生きる ３社会科学 橘木俊詔 晃洋書房 2015年

2741 小児がん病棟と学生ボランティア ３社会科学 李永淑 晃洋書房 2015年

2742 施設内暴力 ３社会科学 市川和彦　木村淳也 誠信書房 2016年

2743 障害者の傷、介助者の痛み ３社会科学 渡邉琢 青土社 2018年

2744 社会福祉法人会計の実務ガイド ３社会科学 あずさ監査法人 中央経済社 2018年

2745 福祉原理 ３社会科学 岩崎晋也（社会福祉学） 有斐閣 2018年

2746 社会福祉概論 ３社会科学 小田兼三　杉本敏夫 勁草書房 2016年
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2747 これならわかる〈スッキリ図解〉共生型サ－ビス ３社会科学 二本柳覚　中川亮 翔泳社 2018年

2748 社会福祉法人の地域福祉戦略 ３社会科学 河幹夫　菊池繁信 生活福祉研究機構 2016年

2749 なぎさの福祉コミュニティを拓く ３社会科学 新崎国広　守本友美 大学教育出版 2014年

2750 福祉心理学の世界 ３社会科学 中山哲志　稲谷ふみ枝 ナカニシヤ出版 2018年

2751 社会福祉の制度と課題 ３社会科学 井村圭壮　武藤大司 学文社 2015年

2752 社会福祉論の基本問題 ３社会科学 木村敦 学文社 2015年

2753 新地域福祉の発展と構造 ３社会科学 稲葉一洋 学文社 2016年

2754 臨床社会福祉学の展開 ３社会科学 足立叡 学文社 2015年

2755 社会福祉法人の会計と税務の入門 ３社会科学 斎藤力夫　佐藤弘章 税務経理協会 2018年

2756 ケアを生きる私たち ３社会科学 ノ－トルダム清心女子大学 大学教育出版 2016年

2757 ス－パ－ビジョンへの招待 ３社会科学 奥川幸子　河野聖夫 中央法規出版 2018年

2758 ソ－シャルワ－カ－の成長を支えるグル－プス－パ－ビジョン ３社会科学
山崎美貴子　明治学院大学　山崎美貴
子ゼミソ－シャルワーク

中央法規出版 2018年

2759 介護福祉の「専門性」を問い直す ３社会科学 黒澤貞夫 中央法規出版 2018年

2760 事例で学ぶ認知症の人の家族支援 ３社会科学 福島喜代子　結城千晶 中央法規出版 2017年

2761 東日本大震災と地域福祉 ３社会科学 日本地域福祉学会 中央法規出版 2015年

2762 初めての社会福祉論 ３社会科学 三好禎之 法律文化社 2015年

2763 生活分析から政策形成へ ３社会科学 河合克義　長谷川博康 法律文化社 2017年

2764 地域福祉のオルタナティブ ３社会科学 加藤博史　岡野英一 法律文化社 2016年

2765 地域包括リハビリテ－ション実践マニュアル ３社会科学 河野眞 羊土社 2018年

2766 〈社会福祉〉実践と研究への新たな挑戦 ３社会科学 岩崎香　北本佳子 新泉社 2015年

2767 地域福祉源流の真実と防災福祉コミュニティ ３社会科学 川村匡由 大学教育出版 2016年

2768 外国人のための会話で学ぼう！介護の日本語 ３社会科学
国際交流＆日本語支援Ｙ　国際厚生事
業団

中央法規出版 2017年

2769 地方都市「消滅」を乗り越える！ ３社会科学
宮嶋淳　岐阜の地域福祉実践・研究
ネットワ－ク

中央法規出版 2016年

2770 民生委員のための相談面接ハンドブック ３社会科学 小林雅彦 中央法規出版 2017年

2771 福祉文化の協奏 ３社会科学 増子勝義 北樹出版 2017年

2772 現代教育福祉論 ３社会科学 辻浩 ミネルヴァ書房 2017年

2773 介護福祉論 ３社会科学 成清美治　笠原幸子 学文社 2015年

2774 保健医療福祉職に必要な社会福祉学 ３社会科学 川島芳雄 丸善プラネット 2017年

2775 福祉・栄養・看護のための社会福祉論 ３社会科学 赤木正典　平松正臣 建帛社 2018年

2776 介護のことばづかい ３社会科学 遠藤織枝　三枝令子 大修館書店 2019年

2777 つながり、支え合う福祉社会の仕組みづくり ３社会科学 東洋大学福祉社会開発研究センタ－ 中央法規出版 2018年

2778 援助力を高める事例検討会 ３社会科学
日本ケアマネジメント学会認定ケアマネ
ジャ　白木裕子

中央法規出版 2018年

2779 介護福祉士がすすめる多職種連携 ３社会科学 日本介護福祉士会 中央法規出版 2018年

2780 外国人技能実習生（介護職種）のための介護導入講習テキスト ３社会科学 シルバ－サ－ビス振興会 中央法規出版 2019年

2781 現代の社会福祉 ３社会科学 鈴木幸雄 中央法規出版 2018年

2782 生活援助従事者研修（５９時間研修）テキスト ３社会科学 堀田力　是枝祥子 中央法規出版 2018年

2783 福祉用具専門相談員更新研修（ふくせん認定）テキスト ３社会科学
全国福祉用具専門相談員協会　シルバ
－サ－ビス振興会

中央法規出版 2019年

2784 医福食農の連携とフ－ドシステムの革新 ３社会科学 日本フ－ドシステム学会　斎藤修 農林統計出版 2018年

2785 社会福祉の見方・考え方 ３社会科学 吉田明弘 八千代出版 2018年

2786 現場で使えるケアマネ（新）実務便利帖 ３社会科学 田中元 翔泳社 2018年

2787 地域リハビリテ－ション学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ３社会科学 細田多穂　備酒伸彦 南江堂 2018年

2788 訪問リハ危険予知トレ－ニング ３社会科学 石黒友康　大森豊 医歯薬出版 2012年

2789 地域理学療法学  ビジュアルレクチャ－ ３社会科学 浅川育世 医歯薬出版 2019年

2790 情報社会のユニバ－サルデザイン  放送大学教材 ３社会科学 広瀬洋子　関根千佳 放送大学教育振興会 2014年
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2791 新・社会福祉士養成講座 １８ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2016年

2792 新・社会福祉士養成講座 ２０ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2793 ケアマネ実務スタ－トブック ３社会科学 高室成幸 中央法規出版 2017年

2794 はじめて学ぶ社会福祉 ３社会科学 松本峰雄　小野澤昇 建帛社 2014年

2795 新・介護福祉士養成講座 ９ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2015年

2796 新・介護福祉士養成講座 １０ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2015年

2797 新・介護福祉士養成講座 １１ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2015年

2798 新・介護福祉士養成講座 １３ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2015年

2799 新・介護福祉士養成講座 １ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2016年

2800 新・介護福祉士養成講座 ３ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2016年

2801 新・介護福祉士養成講座 ５ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2016年

2802 新・介護福祉士養成講座 １２ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2016年

2803 新・介護福祉士養成講座 ２ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2804 新・介護福祉士養成講座 ４ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2805 新・介護福祉士養成講座 １６ ３社会科学 介護福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2806 新・社会福祉士養成講座 １ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2015年

2807 新・社会福祉士養成講座 ２ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2015年

2808 新・社会福祉士養成講座 １０ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2809 新・社会福祉士養成講座 １１ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2810 新・社会福祉士養成講座 １７ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2017年

2811 新・社会福祉士養成講座 １４ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2019年

2812 新・社会福祉士養成講座 １５ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2019年

2813 新・社会福祉士養成講座 １６ ３社会科学 社会福祉士養成講座編集委員会 中央法規出版 2019年

2814 社会福祉をつかむ  Ｔｅｘｔｂｏｏｋｓ　ｔｓｕｋａｍｕ ３社会科学 稲沢公一　岩崎晋也（社会福祉学） 有斐閣 2014年

2815 家族生活の支援 ３社会科学 日本家政学会 建帛社 2014年

2816 社会福祉の歴史 ３社会科学 田中和男　石井洗二 法律文化社 2017年

2817 米騒動と社会福祉  大阪の誇り ３社会科学 大阪ソ－シャルワ－カ－協会 晃洋書房 2018年

2818 日本社会事業思想小史 ３社会科学 吉田久一　長谷川匡俊 勁草書房 2015年

2819 地域福祉への挑戦者たち ３社会科学 塚口伍喜夫　坂下達男 大学教育出版 2018年

2820 国民の福祉と介護の動向 ３社会科学 厚生統計協会 編 厚生統計協会 2018年

2821 イタリアの社会的協同組合 ３社会科学 小磯明 同時代社 2015年

2822 イラストでみる社会福祉用語事典 ３社会科学 福祉教育カレッジ テコム出版事業部 2017年

2823 介護福祉用語事典 ３社会科学 福祉教育カレッジ テコム出版事業部 2016年

2824 現代社会福祉用語の基礎知識 ３社会科学 成清美治　加納光子 学文社 2015年

2825 介護福祉用語辞典 ３社会科学 中央法規出版株式会社 中央法規出版 2015年

2826 介護福祉用語和英・英和辞典 ３社会科学 澤田如　住居広士 中央法規出版 2017年

2827 ５か国語でわかる介護用語集 ３社会科学 遠藤織枝　是枝祥子 ミネルヴァ書房 2018年

2828 やさしく言いかえよう介護のことば ３社会科学 遠藤織枝　三枝令子 三省堂 2015年

2829 福祉は「性」とどう向き合うか ３社会科学 結城康博　米村美奈 ミネルヴァ書房 2018年

2830 「当たり前」をひっくり返す ３社会科学 竹端寛 現代書館 2018年

2831 福祉書を読む ３社会科学 京極高宣 ドメス出版 2014年

2832 外国人介護士のための声かけとコミュニケ－ションの日本語 Ｖｏｌ．１ ３社会科学 ア－クアカデミ－　松下やえ子 三修社 2019年

2833 地域福祉の学びをデザインする ３社会科学 上野谷加代子　原田正樹 有斐閣 2016年

2834 ケア専門職養成教育の研究 ３社会科学 青木紀 明石書店 2017年
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2835 地域アセスメント ３社会科学 川上富雄 学文社 2017年

2836 福祉系学生のためのレポ－ト＆卒論の書き方 ３社会科学 川村匡由 中央法規出版 2018年

2837 生活支援の基礎理論 １ 〈地域ケアを拓く介護福祉学〉シリ－ズ ３社会科学 上之園佳子　谷口敏代 光生館 2015年

2838 生活支援の基礎理論 ２ 〈地域ケアを拓く介護福祉学〉シリ－ズ ３社会科学 谷口敏代　上之園佳子 光生館 2015年

2839 生活支援の実践  〈地域ケアを拓く介護福祉学〉シリ－ズ ３社会科学 鈴木聖子　谷口敏代 光生館 2015年

2840 相談援助の基盤と専門職  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 柳澤孝主　坂野憲司 弘文堂 2018年

2841 面接援助技術  だいじをギュッと！ケアマネ実践力シリ－ズ ３社会科学 高落敬子 中央法規出版 2017年

2842 ケアマネジメントのエッセンス ３社会科学
日本ケアマネジメント学会認定ケアマネ
ジャ

中央法規出版 2017年

2843 ソ－シャルワ－クへの招待  シリ－ズ・社会福祉の視座 ３社会科学 北川清一　久保美紀 ミネルヴァ書房 2017年

2844 相談援助  はじめて学ぶ子どもの福祉 ３社会科学 倉石哲也　伊藤嘉余子 ミネルヴァ書房 2017年

2845 よくわかる福祉行財政と福祉計画  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 永田祐　岡田忠克 ミネルヴァ書房 2018年

2846 ソ－シャルワ－ク  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 空閑浩人 ミネルヴァ書房 2015年

2847 福祉財政  福祉＋α ３社会科学 高端正幸　伊集守直 ミネルヴァ書房 2018年

2848 ソ－シャルワ－ク・プラクティス ３社会科学 北島英治 ミネルヴァ書房 2016年

2849 図解福祉行政はやわかり ３社会科学 石川久 学陽書房 2017年

2850 相談援助  福祉ライブラリ ３社会科学 川村匡由 建帛社 2018年

2851 福祉法学  福祉ライブラリ ３社会科学 志田民吉 建帛社 2018年

2852 ソ－シャルワ－ク  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 金子絵里乃　後藤広史 弘文堂 2016年

2853 相談援助演習  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 谷川和昭　柳澤孝主 弘文堂 2018年

2854 相談援助実習・相談援助実習指導  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 早坂聡久　増田公香 弘文堂 2018年

2855 ソ－シャルワ－クとは何か ３社会科学 武田建　津田耕一 誠信書房 2016年

2856 対人援助のためのグル－プワ－ク ３ ３社会科学 福山清蔵 誠信書房 2016年

2857 ライフスト－リ－・レビュ－入門 ３社会科学 高松里 創元社 2015年

2858 対人援助ス－パ－ビジョン ３社会科学 植田寿之 創元社 2015年

2859 コミュニケ－ション技術  だいじをギュッと！ケアマネ実践力シリ－ズ ３社会科学 眞辺一範 中央法規出版 2018年

2860 医療連携  だいじをギュッと！ケアマネ実践力シリ－ズ ３社会科学 鶴本和香 中央法規出版 2018年

2861 介護職員初任者研修テキスト 第２巻 ３社会科学 黒沢貞夫　石橋真二 中央法規出版 2016年

2862 介護職員初任者研修テキスト １ ３社会科学 黒澤貞夫　石橋真二 中央法規出版 2018年

2863 介護職員初任者研修テキスト　全文ふりがな付き １ ３社会科学 黒澤貞夫　石橋真二 中央法規出版 2018年

2864 介護職員等による喀痰吸引・経管栄養研修テキスト ３社会科学 全国訪問看護事業協会 中央法規出版 2015年

2865 介助が困難な人への介護技術 ３社会科学 滝波順子　田中義行 中央法規出版 2014年

2866 支援困難事例と向き合う ３社会科学 岩間伸之 中央法規出版 2014年

2867 多職種連携の技術 ３社会科学 野中猛　野中ケアマネジメント研究会 中央法規出版 2014年

2868 対人援助職に効くストレスマネジメント ３社会科学 竹田伸也 中央法規出版 2014年

2869 対人援助職に効く認知行動療法ワ－クショップ ３社会科学 竹田伸也 中央法規出版 2017年

2870 対人援助職のためのジェノグラム入門 ３社会科学 早樫一男 中央法規出版 2016年

2871 社会福祉と法  放送大学教材 ３社会科学 大曽根寛 放送大学教育振興会 2016年

2872 ソ－シャルワ－ク実践事例集 ３社会科学 渋谷哲　山下浩紀 明石書店 2016年

2873 医療・保健・福祉・心理専門職のためのアセスメント技術を高めるハンドブック ３社会科学 近藤直司 明石書店 2015年

2874 医療・保健・福祉・心理専門職のためのアセスメント技術を深めるハンドブック ３社会科学 近藤直司 明石書店 2014年

2875 福祉行政の基礎  地方自治・実務入門シリ－ズ ３社会科学 山口道昭 有斐閣 2016年

2876 援助関係論入門  有斐閣アルマ ３社会科学 稲沢公一 有斐閣 2017年

2877 社会福祉政策  有斐閣アルマ ３社会科学 坂田周一 有斐閣 2014年

2878 社会福祉学は「社会」をどう捉えてきたのか ３社会科学 三島亜紀子 勁草書房 2017年
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2879 対人援助の現場で使える聴く・伝える・共感する技術便利帖 ３社会科学 大谷佳子 翔泳社 2017年

2880 東京都セレブ区福祉部 ３社会科学 山谷哲夫 現代書館 2015年

2881 ソ－シャルワ－クの理論と実践 ３社会科学 平塚良子　小山隆 中央法規出版 2016年

2882 介護・福祉の支援人材養成開発論 ３社会科学 福山和女　田中千枝子（社会福祉学） 勁草書房 2016年

2883 現場で使えるケアプラン便利帖 ３社会科学 ケアプラン研究会 翔泳社 2018年

2884 がん患者のケアマネジメント ３社会科学 市橋亮一　若林英樹 中央法規出版 2015年

2885 保健医療福祉行政論 ３社会科学 府川哲夫　磯部文雄 ミネルヴァ書房 2017年

2886 ソ－シャルワ－クを学ぶ人のための相談援助実習 ３社会科学 浅原千里　江原隆宜 中央法規出版 2015年

2887 介護実習で困らないためのＱ＆Ａ ３社会科学 青木宏心 中央法規出版 2015年

2888 介護・医療の施策と財源 ３社会科学 横山純一 同文舘出版 2015年

2889 高度専門職業としてのソ－シャルワ－ク ３社会科学 太田義弘　中村佐織 光生館 2017年

2890 ケアマネジメントの本質 ３社会科学 白澤政和 中央法規出版 2018年

2891 ソ－シャルイノベ－ション ３社会科学 雄谷良成　竹本鉄雄 ダイヤモンド社 2018年

2892 すぐに使える！学生・教員・実践者のためのソ－シャルワ－ク演習 ３社会科学 ソ－シャルワ－ク演習研究会 ミネルヴァ書房 2018年

2893 概説福祉行財政と福祉計画 ３社会科学 磯部文雄　府川哲夫 ミネルヴァ書房 2017年

2894 日本の社会事業施設史 ３社会科学 井村圭壮 学文社 2015年

2895 対人援助職リ－ダ－のための人間関係づくりワ－ク ３社会科学 鯖戸善弘 金子書房 2017年

2896 多面的視点からのソ－シャルワ－クを考える ３社会科学 熊谷忠和　長崎和則 晃洋書房 2016年

2897 臨地の対人援助学 ３社会科学 村本邦子　中村正 晃洋書房 2015年

2898 実践で困らない！駆け出しケアマネジャ－のためのお仕事マニュアル ３社会科学 後藤佳苗 秀和システム 2018年

2899 〈概観〉社会福祉法 ３社会科学 伊奈川秀和 信山社出版 2018年

2900 相談援助演習教員テキスト ３社会科学 日本社会福祉士養成校協会 中央法規出版 2015年

2901 相談援助実習指導・現場実習教員テキスト ３社会科学 日本社会福祉士養成校協会 中央法規出版 2015年

2902 地域共生社会に向けたソ－シャルワ－ク ３社会科学 日本社会福祉士会 中央法規出版 2018年

2903 世界と日本の赤十字 ３社会科学 桝居孝　森正尚 東信堂 2018年

2904 貧困と生活困窮者支援 ３社会科学
埋橋孝文　同志社大学社会福祉教育・
研究支援センタ－

法律文化社 2018年

2905 ケアマネジメント論 ３社会科学 白澤政和 ミネルヴァ書房 2019年

2906 ソ－シャルワ－ク記録 ３社会科学 副田あけみ　小嶋章吾 誠信書房 2018年

2907 援助者が臨床に踏みとどまるとき ３社会科学 稲沢公一 誠信書房 2015年

2908 ケアマネジメントにおける多職種連携実践事例集 ３社会科学 青森県介護支援専門員協会　木村隆次 中央法規出版 2018年

2909 事例で理解する相談援助のキ－ワ－ド ３社会科学 八木亜紀子　菅野直樹 中央法規出版 2019年

2910 実習指導必携プロソ－シャルワ－ク入門 ３社会科学 中嶌洋 八千代出版 2018年

2911 生活支援のための調理実習 ３社会科学 田崎裕美　中川英子 建帛社 2014年

2912 法的根拠に基づくケアマネ実務ハンドブック ３社会科学 後藤佳苗 中央法規出版 2018年

2913 現代ソ－シャルワ－ク論 ３社会科学 家高将明　杉本敏夫（社会福祉学） 晃洋書房 2014年

2914 社会福祉法入門 ３社会科学 河野正輝　阿部和光 有斐閣 2015年

2915 低所得者に対する支援と生活保護制度  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学
福祉臨床シリ－ズ編集委員会　伊藤秀
一

弘文堂 2019年

2916 生活保護ハンドブック ３社会科学 池谷秀登 日本加除出版 2017年

2917 生活困窮者支援で社会を変える ３社会科学 五石敬路　岩間伸之 法律文化社 2017年

2918 Ｑ＆Ａ生活保護ケ－スワ－ク支援の基本  よくわかる生活保護ガイドブック ３社会科学 全国公的扶助研究会　吉永純 明石書店 2017年

2919 Ｑ＆Ａ生活保護手帳の読み方・使い方  よくわかる生活保護ガイドブック ３社会科学 全国公的扶助研究会　吉永純 明石書店 2017年

2920 生活保護「改革」と生存権の保障 ３社会科学 吉永純 明石書店 2015年

2921 生活保護と貧困対策  有斐閣ストゥディア ３社会科学 岩永理恵　卯月由佳 有斐閣 2018年

2922 ここで差がつく生活困窮者の相談支援 ３社会科学 朝比奈ミカ　日置真世 中央法規出版 2016年
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2923 生活保護ソ－シャルワ－クはいま ３社会科学 岡部卓　長友祐三 ミネルヴァ書房 2017年

2924 これで福祉と就労支援がわかる ３社会科学 結城康博　嘉山隆司 書籍工房早山 2016年

2925 生活困窮者を支える連携のかたち ３社会科学 上原久 中央法規出版 2017年

2926 貧しい人々への友愛訪問 ３社会科学 メアリ－・Ｅ・リッチモンド　門永朋子 中央法規出版 2017年

2927 「生活保護法」から「生活保障法」へ ３社会科学 生活保護問題対策全国会議 明石書店 2018年

2928 地域福祉・介護福祉の実践知 ３社会科学 中嶌洋 現代書館 2016年

2929 生活困窮者自立支援 ３社会科学 岡部卓 中央法規出版 2018年

2930 ケアマネ業務のための生活保護Ｑ＆Ａ ３社会科学 六波羅詩朗　長友祐三 中央法規出版 2018年

2931 ホ－ムヘルパ－の認知症ケア事例集 ３社会科学 京都福祉サ－ビス協会 ミネルヴァ書房 2014年

2932 自治体セ－フティネット ３社会科学 大阪市政調査会 公人社 2014年

2933 高齢者と家族のためのＱ＆Ａ：法的トラブルから医療・介護支援まで．第２版 ３社会科学 延命法律事務所 法学書院 2018年

2934 気持ちが楽になる認知症の家族との暮らし方 ３社会科学 繁田雅弘 池田書店 2018年

2935
介護から快護へ：介護現場の利用者・家族・職員が笑顔になれる「ストレスケアの世
界」

３社会科学 春口晴美：美野田啓二 ラピュ－タ 2018年

2936 家族に介護が必要な人がいます ３社会科学 西岡修：吉野槙一 朝日新聞出版 2017年

2937
地域で支える高齢期の整理収納  発達障害住環境サポ－タ－養成講座〈基礎研修〉
公式テキスト

３社会科学 暮らしデザイン研究所 かもがわ出版 2017年

2938 １００の特養で成功！「日中おむつゼロ」の排泄ケア  もっと介護力！シリ－ズ ３社会科学 高頭晃紀　竹内孝仁 メディカ出版 2016年

2939 ひと・いのち・地域をつなぐ  居住福祉叢書 ３社会科学 市川礼子 東信堂 2015年

2940 地域包括ケアから社会変革への道程実践編  メンタルヘルス・ライブラリ－ ３社会科学 中島康晴 批評社 2017年

2941 認知症の人の「想い」からつくるケア在宅ケア・介護施設・療養型病院編 ３社会科学 井藤英喜 インタ－メディカ 2017年

2942 災害復興からの介護システム・イノベ－ション  ＭＩＮＥＲＶＡ福祉ブックス ３社会科学 小笠原浩一　栃本一三郎 ミネルヴァ書房 2016年

2943 介護老いと向き合って  シリ－ズわたしの体験記 ３社会科学 樋口恵子（評論家） ミネルヴァ書房 2015年

2944 よくわかる地域包括ケア  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 隅田好美　藤井博志 ミネルヴァ書房 2018年

2945 自分たちで創る現場を変える地域包括ケアシステム  新・ｍｉｎｅｒｖａ福祉ライブラリ－ ３社会科学 竹端寛　伊藤健次 ミネルヴァ書房 2015年

2946 高齢者福祉論  新・はじめて学ぶ社会福祉 ３社会科学 杉本敏夫（社会福祉学）　家高将明 ミネルヴァ書房 2018年

2947 高齢者福祉  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 大塩まゆみ　奥西栄介 ミネルヴァ書房 2018年

2948 ようこそ、認知症カフェへ ３社会科学 武地一 ミネルヴァ書房 2017年

2949 施設におけるエンドオブライフ・ケア ３社会科学 内田陽子　島内節 ミネルヴァ書房 2015年

2950 小規模多機能ホ－ム読本 ３社会科学 山口健太郎　三浦研 ミネルヴァ書房 2015年

2951 地域包括ケアシステムのすすめ ３社会科学 豊島泰子　立石宏昭 ミネルヴァ書房 2016年

2952 なぜ？がわかる高齢者ケアの感染対策○と×  もっと介護力！シリ－ズ ３社会科学 大西尚子　吉田理香 メディカ出版 2017年

2953 埼玉・和光市の高齢者が介護保険を“卒業”できる理由 ３社会科学 宮下公美子　東内京一 メディカ出版 2015年

2954 多職種連携から統合へ向かう地域包括ケア ３社会科学 宮下公美子 メディカ出版 2017年

2955 地域包括ケアサクセスガイド ３社会科学 田中滋 メディカ出版 2014年

2956 介護するからだ  シリ－ズケアをひらく ３社会科学 細馬宏通 医学書院 2016年

2957 ナラティブホ－ムの物語 ３社会科学 佐藤伸彦 医学書院 2015年

2958 介護基礎学 ３社会科学 竹内孝仁 医歯薬出版 2017年

2959 新・要介護認定調査ハンドブック ３社会科学 東京都介護福祉士会　神津仁 看護の科学社 2018年

2960 現場で役立つ薬のホント  ポケット介護 ３社会科学 織田聡　織田しのぶ 技術評論社 2018年

2961 地域包括ケアを実現する高齢者健康コミュニティ ３社会科学 馬場園明　窪田昌行 九州大学出版会 2014年

2962 介護漂流 ３社会科学 山口道宏 現代書館 2016年

2963 介護施設で死ぬということ  介護ライブラリ－ ３社会科学 高口光子 講談社 2016年

2964 完全図解介護リスクマネジメントトラブル対策編  介護ライブラリ－ ３社会科学 山田滋　三好春樹 講談社 2018年

2965 完全図解介護リスクマネジメント事故防止編  介護ライブラリ－ ３社会科学 山田滋　三好春樹 講談社 2018年

2966 完全図解在宅介護実践・支援ガイド  介護ライブラリ－ ３社会科学 金田由美子　東田勉 講談社 2015年
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2967 完全図解遊びリテ－ション大全集  介護ライブラリ－ ３社会科学 三好春樹　土居新幸 講談社 2017年

2968 新しい回想レクリエ－ション「人生紙芝居」  介護ライブラリ－ ３社会科学 奥田真美 講談社 2017年

2969 看取り方と看取られ方  地域包括ケア ３社会科学 小松秀樹　小松俊平 国書刊行会 2018年

2970 最新介護保険の基本と仕組みがよ～くわかる本  図解入門ビギナ－ズ ３社会科学
高室成幸　ケアマネジメント研究フォ－
ラム

秀和システム 2018年

2971 認知症「食事の困った！」に答えます ３社会科学 菊谷武 女子栄養大学出版部 2015年

2972 老後不安社会からの転換  新福祉国家構想 ３社会科学 岡﨑祐司　福祉国家構想研究会 大月書店 2017年

2973 認知症のケアマネジメント  だいじをギュッと！ケアマネ実践力シリ－ズ ３社会科学 長谷川洋　石川進 中央法規出版 2018年

2974 セルフ・ネグレクトの人への支援 ３社会科学 岸恵美子　小宮山恵美 中央法規出版 2015年

2975 介護に役立つ口腔ケアの実際 ３社会科学 大泉恵美　蓜島桂子 中央法規出版 2016年

2976 高齢者とのコミュニケ－ション ３社会科学 野村豊子 中央法規出版 2014年

2977 参加したくなる介護現場のレクリエ－ション ３社会科学 山崎律子 中央法規出版 2015年

2978 施設ケアに役立つ多職種協働ハンドブック ３社会科学 日本ユニットケア推進センタ－ 中央法規出版 2015年

2979 生活行為向上リハビリテ－ション実践マニュアル ３社会科学 全国デイ・ケア協会 中央法規出版 2015年

2980 地域包括ケアの実践と展望 ３社会科学 大橋謙策　白澤政和 中央法規出版 2014年

2981 認知症カフェ読本 ３社会科学 矢吹知之 中央法規出版 2016年

2982 認知症初期集中支援チ－ム実践テキストブック ３社会科学 粟田主一 中央法規出版 2015年

2983 まちづくりとしての地域包括ケアシステム ３社会科学 辻哲夫　田城孝雄 東京大学出版会 2017年

2984 シニア・マルチメイジャ－のすすめ  生存科学叢書 ３社会科学 石井威望 日本評論社 2018年

2985 ユマニチュ－ドを語る  生存科学叢書 ３社会科学 イヴ・ジネスト　ロゼット・マレスコッティ 日本評論社 2018年

2986 ご飯が食べられなくなったらどうしますか？ ３社会科学 花戸貴司　國森康弘 農山漁村文化協会 2015年

2987 地域包括ケアと生活保障の再編 ３社会科学 宮本太郎 明石書店 2014年

2988 高齢者福祉の世界  有斐閣アルマ ３社会科学 直井道子　中野いく子 有斐閣 2014年

2989 認知症と医療  公私で支える高齢者の地域生活 ３社会科学 成本迅　藤田卓仙 勁草書房 2018年

2990 介護する息子たち ３社会科学 平山亮 勁草書房 2017年

2991 地域包括ケアと地域医療連携 ３社会科学 二木立 勁草書房 2015年

2992 これならわかる〈スッキリ図解〉介護保険 ３社会科学 高野龍昭 翔泳社 2018年

2993 老人ホ－ムで生まれた〈とつとつダンス〉 ３社会科学 砂連尾理 晶文社 2016年

2994 認知症の人のための認知活性化療法マニュアル ３社会科学 山中克夫　河野禎之 中央法規出版 2015年

2995 介護施設で何が起きているのか ３社会科学 吉田輝美 ぎょうせい 2016年

2996 介護クライシス ３社会科学 西久保浩二 旬報社 2015年

2997 実践事例でわかる認知症ケアの視点 ３社会科学 認知症介護研究・研修仙台センタ－ 中央法規出版 2017年

2998 地域を変える認知症カフェ企画・運営マニュアル ３社会科学 矢吹知之　ベレ・ミ－セン 中央法規出版 2018年

2999 日本版ＣＣＲＣがわかる本 ３社会科学 松田智生 法研 2017年

3000 介護保険の検証 ３社会科学 増田雅暢 法律文化社 2016年

3001 地域で支える認知症 ３社会科学 吉田輝美 ぎょうせい 2016年

3002 認知症の人と創るケアの世界 ３社会科学 豊田謙二 ナカニシヤ出版 2015年

3003 認知症の人と家族のための「地元で暮らす」ガイドブックＱ＆Ａ ３社会科学 新里和弘　Ｄカフェｎｅｔ メディカ出版 2018年

3004 高齢者ケアの質を高めるＩＣＦを活かしたケアプロセス ３社会科学 小木曽加奈子 学文社 2015年

3005 コミュニティ革命 ３社会科学 高橋英与 彩流社 2015年

3006 介護予防・地域包括ケアと主体間連携 ３社会科学 平岩和美 大学教育出版 2017年

3007 ２４Ｈシ－トの作り方・使い方 ３社会科学 秋葉都子 中央法規出版 2018年

3008 高齢者介護に役立つハ－ブとアロマ ３社会科学 林真一郎　今知美 東京堂出版 2017年

3009 高齢者の社会的孤立と地域福祉 ３社会科学 斉藤雅茂 明石書店 2018年

3010 介護現場で使える急変時対応便利帖 ３社会科学 介護と医療研究会　河村雅明 翔泳社 2019年
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3011 高齢障害者のための介護学 ３社会科学
聖生会　リバビリス井の森出版編集委
員会

丸善プラネット 2018年

3012 穏やかな看取りのために ３社会科学 内田勝久　内田貴士 はるかぜ書房 2018年

3013 多機関協働の時代 ３社会科学 副田あけみ 関東学院大学出版会 2018年

3014 ヒュ－マンエラ－防止で減らす施設事故（高齢者福祉施設編） ３社会科学 中目昭男 三恵社 2018年

3015 家族はなぜ介護してしまうのか ３社会科学 木下衆 世界思想社 2019年

3016 「認知症介護教室」企画・運営ガイドブック ３社会科学 鳥羽研二　櫻井孝 中央法規出版 2018年

3017 どこでも誰でもできる地域づくりハンドブック ３社会科学 柳史生　志水田鶴子 中央法規出版 2019年

3018 事例で学ぶアセスメントとケアプラン作成 ３社会科学 大阪介護支援専門員協会 中央法規出版 2019年

3019 新訂福祉用具専門相談員研修テキスト ３社会科学 シルバ－サ－ビス振興会 中央法規出版 2018年

3020 福祉用具サ－ビス計画作成ガイドブック ３社会科学 全国福祉用具専門相談員協会 中央法規出版 2018年

3021 転機にたつフィンランド福祉国家 ３社会科学 横山純一 同文舘出版 2019年

3022 家で死んでもいいんだよ ３社会科学 川上嘉明 法研 2018年

3023 介護老人保健施設の作業療法 ３社会科学 新井健五　浅野有子 医歯薬出版 2016年

3024 在宅・訪問リハビリテ－ションリスク管理実践テキスト ３社会科学 石黒友康　大森豊 ヌンク 2012年

3025 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのための訪問・通所リハビリテ－ション ３社会科学 高橋仁美　金子奈央 医歯薬出版 2015年

3026 エピソ－ドで学ぶ転倒予防７８ ３社会科学 山田実（老年学） 文光堂 2018年

3027 セラピストのための認知症者家族支援マニュアル ３社会科学 香山明美　苅山和生 文光堂 2018年

3028 訪問リハビリテ－ションアドバイスブック ３社会科学 青山朋樹　高橋紀代 メジカルビュ－社 2018年

3029 地域包括ケアにおけるＰＴ・ＯＴの役割 ３社会科学 田中康之　清水順市 文光堂 2016年

3030 高齢者保健福祉マニュアル ３社会科学 安村誠司　甲斐一郎 南山堂 2013年

3031 美容福祉概論 ３社会科学 山野学苑 中央法規出版 2016年

3032 高齢社会白書 「暮らしと社会」シリーズ ３社会科学 内閣府 編 ぎょうせい

3033 滑らせる介助の技術 ３社会科学 市川洌　松本多正 中央法規出版 2014年

3034 介護ライフスタイルの社会学  Ｓｅｋａｉｓｈｉｓｏ　ｓｅｍｉｎａｒ ３社会科学 春日井典子 世界思想社 2014年

3035 高齢者と障害者のための読み書き支援 ３社会科学 日本盲人社会福祉施設協議会 小学館 2014年

3036 介護のための排尿ケア入門 ３社会科学
ユニ・チャ－ム株式会社　快適な排尿を
めざす全国ネットの会

中央法規出版 2014年

3037 障害のある私たちの地域で出産、地域で子育て：１１の家族の物語 ３社会科学 安積遊歩：尾濱由里子 生活書院 2017年

3038 福祉工学の基礎  電子情報通信レクチャ－シリ－ズ ３社会科学 伊福部達 コロナ社 2016年

3039 よくわかる障害学  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 小川喜道　杉野昭博 ミネルヴァ書房 2014年

3040 よくわかる障害者福祉  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 小澤温 ミネルヴァ書房 2016年

3041 障害者福祉論  新・はじめて学ぶ社会福祉 ３社会科学 杉本敏夫　柿木志津江 ミネルヴァ書房 2016年

3042 福祉工学への招待  叢書・知を究める ３社会科学 伊福部達 ミネルヴァ書房 2014年

3043 重症心身障害療育マニュアル ３社会科学 井合瑞江　石井光子 医歯薬出版 2015年

3044 見えない偏見の科学  プリミエ・コレクション ３社会科学 栗田季佳 京都大学学術出版会 2015年

3045 差別されてる自覚はあるか ３社会科学 荒井裕樹 現代書館 2017年

3046 障害者殺しの思想 ３社会科学 横田弘 現代書館 2015年

3047 障害者に対する支援と障害者自立支援制度  社会福祉士シリ－ズ ３社会科学 峰島厚　木全和巳 弘文堂 2018年

3048 障害者総合支援法がよ～くわかる本  図解入門ビジネス ３社会科学 福祉行政法令研究会 秀和システム 2017年

3049 障害法 ３社会科学 菊池馨実　中川純 成文堂 2015年

3050 相模原障害者殺傷事件 ３社会科学 立岩真也　杉田俊介 青土社 2017年

3051 共に生きるための障害福祉学入門  大学生の学びをつくる ３社会科学 結城俊哉 大月書店 2018年

3052 生きたかった ３社会科学 藤井克徳　池上洋通 大月書店 2016年

3053 障害のある人の支援計画 ３社会科学 谷口明広　小川喜道 中央法規出版 2015年

3054 障害者差別解消法事業者のための対応指針（ガイドライン） ３社会科学 中央法規出版株式会社 中央法規出版 2016年
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3055 図説よくわかる障害者総合支援法 ３社会科学 坂本洋一 中央法規出版 2017年

3056 相談支援の実践力 ３社会科学 福岡寿 中央法規出版 2018年

3057
相談支援専門員のためのストレングスモデルに基づく障害者ケアマネジメントマニュア
ル

３社会科学 埼玉県相談支援専門員協会　小澤温 中央法規出版 2015年

3058 ろう者の祈り ３社会科学 中島隆 朝日新聞出版 2017年

3059 障害者の経済学 ３社会科学 中島隆信 東洋経済新報社 2018年

3060 障害者心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ３社会科学 太田信夫　柿澤敏文 北大路書房 2017年

3061 視覚障害児・者の理解と支援 ３社会科学 芝田裕一 北大路書房 2015年

3062 障害者福祉の世界  有斐閣アルマ ３社会科学 佐藤久夫　小澤温 有斐閣 2016年

3063 合理的配慮 ３社会科学 川島聡　飯野由里子 有斐閣 2016年

3064 これならわかるスッキリ図解障害者差別解消法 ３社会科学 二本柳覚 翔泳社 2016年

3065 これならわかるスッキリ図解障害者総合支援法 ３社会科学 二本柳覚　鈴木裕介 翔泳社 2018年

3066 障害者が街を歩けば差別に当たる？！ ３社会科学 ＤＰＩ日本会議 現代書館 2017年

3067 障害者の読書と電子書籍 ３社会科学 日本盲人社会福祉施設協議会 小学館 2015年

3068 改正障害者総合支援制度のポイント ３社会科学 中央法規出版株式会社 中央法規出版 2016年

3069 支援が困難な事例に向き合う発達臨床 ３社会科学 別府悦子　香野毅 ミネルヴァ書房 2018年

3070 発達支援をつなぐ地域の仕組み ３社会科学
湖南市糸賀一雄生誕１００年記念事業
実行委員　竹田契一

ミネルヴァ書房 2014年

3071 重症心身障害児（者）医療福祉の誕生 ３社会科学 岡田喜篤　蒔田明嗣 医歯薬出版 2016年

3072 社会の障害をみつけよう ３社会科学 久野研二 現代書館 2018年

3073 入所施設だからこそ起きてしまった相模原障害者殺傷事件 ３社会科学 河東田博 現代書館 2018年

3074 障がいのある人の性支援ガイドブック ３社会科学 坂爪真吾 中央法規出版 2017年

3075 介護のためのボディメカニクス ３社会科学 小川鉱一　北村京子 東京電機大学出版局 2016年

3076 電子書籍アクセシビリティの研究 ３社会科学 松原聡 東洋大学出版会 2017年

3077 聴覚障害者、ろう・難聴者と関わる医療従事者のための手引 ３社会科学 アンナ・ミドルトン　小林洋子 明石書店 2017年

3078 聴覚障害者へのソ－シャルワ－ク ３社会科学 原順子 明石書店 2015年

3079 共生社会を切り開く ３社会科学 佐藤久夫 有斐閣 2015年

3080 高次脳機能障害支援の道しるべ［就労・社会生活編］ ３社会科学 深川和利　稲葉健太郎 メディカ出版 2018年

3081 ブラインドメイク物語 ３社会科学 大石華法 メディカ出版 2017年

3082 高次脳機能障害支援の道しるべ ３社会科学 深川和利　長野友里 メディカ出版 2017年

3083 愛知の障害者運動 ３社会科学 障害学研究会中部部会 現代書館 2015年

3084 国際協力とキャパシティ・ディベロップメント ３社会科学 島野涼子 現代書館 2015年

3085 合理的配慮義務の横断的検討 ３社会科学 九州弁護士会連合会　大分県弁護士会 現代人文社 2017年

3086 立てないけど、立ち上がれ ３社会科学 千葉祗暉 大学教育出版 2016年

3087 「ろう文化」案内 ３社会科学 キャロル・パッデン　トム・ハンフリ－ズ 明石書店 2016年

3088 ソ－シャルワ－ク実践における社会資源の創出 ３社会科学 狭間香代子 関西大学出版部 2016年

3089 障害者から「共民社会」のイマジン ３社会科学 堀利和 社会評論社 2018年

3090 障害ピアサポ－ト ３社会科学 岩崎香 中央法規出版 2019年

3091 平成30年度版　障害者白書 ３社会科学 内閣府 編 佐伯印刷 2018年

3092
国際開発ジャ－ナル：国際協力の最前線をリポ－トする．Ｎｏ．７３５（ＭＡＲＣＨ　２０ 特
集：ＪＩＣＡ資金ショ－トの実像　開発業界に広がる余波

３社会科学 国際開発ジャ－ナル社 2018年

3093 移動補助具 ３社会科学 松原勝美　松沢正 金原出版 2009年

3094 地域リハビリテ－ション原論 ３社会科学 大田仁史 医歯薬出版 2013年

3095 概説障害者差別解消法 ３社会科学 障害者差別解消法解説編集委員会 法律文化社 2014年

3096 知的障害・発達障害のある人への合理的配慮 ３社会科学 坂爪一幸　湯汲英史 かもがわ出版 2015年

3097 精神保健福祉士まるごとガイド  まるごとガイドシリ－ズ ３社会科学 日本精神保健福祉士協会 ミネルヴァ書房 2014年

3098 高次脳機能障害を生きる ３社会科学 阿部順子　東川悦子 ミネルヴァ書房 2015年
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3099 ＡＳＤ（アスペルガ－症候群）、ＡＤＨＤ、ＬＤ大人の発達障害日常生活編 ３社会科学 宮尾益知 河出書房新社 2017年

3100 特性とともに幸せに生きる  ライブ講義高山恵子 ３社会科学 高山恵子 岩崎学術出版社 2018年

3101 知的・発達障害児者の人権 ３社会科学 児玉勇二 現代書館 2014年

3102 私たちの津久井やまゆり園事件 ３社会科学 堀利和 社会評論社 2017年

3103 自閉スペクトラム症の理解と支援 ３社会科学 本田秀夫 星和書店 2017年

3104
ソ－シャルワ－クの面接技術と記録の思考過程  精神保健福祉士の実践知に学ぶソ
－シャルワ－ク

３社会科学 日本精神保健福祉士協会　田村綾子 中央法規出版 2017年

3105
ソ－シャルワ－クプロセスにおける思考過程  精神保健福祉士の実践知に学ぶソ－
シャルワ－ク

３社会科学 日本精神保健福祉士協会　田村綾子 中央法規出版 2017年

3106 ＰＳＷのソ－シャルワ－クアセスメントスキル ３社会科学 大谷京子　田中和彦 中央法規出版 2018年

3107 ケアマネ・福祉職のための精神疾患ガイド ３社会科学 山根俊恵 中央法規出版 2016年

3108 新・精神科デイケアＱ＆Ａ ３社会科学 日本デイケア学会 中央法規出版 2016年

3109 相模原事件が私たちに問うもの  メンタルヘルス・ライブラリ－ ３社会科学 太田順一郎　中島直 批評社 2018年

3110 精神障がいのある親に育てられた子どもの語り ３社会科学 横山恵子　蔭山正子 明石書店 2017年

3111 事例で学ぶ障がいのある人の意思決定支援 ３社会科学 小澤温　大石剛一郎 現代人文社 2017年

3112 精神障がい者の家族への暴力というＳＯＳ ３社会科学 蔭山正子 明石書店 2016年

3113 コンシュ－マ－の視点による本物のパ－トナ－シップとは何か？ ３社会科学 ジャネット・マア－　野中猛 金剛出版 2015年

3114 触法障害者の地域生活支援 ３社会科学 生島浩 金剛出版 2017年

3115 発達障害の早期発見と支援へつなげるアプロ－チ ３社会科学 市川宏伸 金剛出版 2018年

3116 知的障害のある人のライフスト－リ－の語りからみた障害の自己認識 ３社会科学 杉田穏子 現代書館 2017年

3117 行動障害のある人の「暮らし」を支える ３社会科学
全国地域生活支援ネットワ－ク　牛谷
正人

中央法規出版 2018年

3118 精神科病院脱施設化論 ３社会科学 古屋龍太 批評社 2015年

3119 ダウン症をめぐる政治 ３社会科学 キ－ロン・スミス　臼井陽一郎 明石書店 2018年

3120 性問題行動のある知的・発達障害児者の支援ガイド ３社会科学 本多隆司　伊庭千惠 明石書店 2016年

3121 ちょっと不思議な絵本の時間おとなが読みあい語りあう ３社会科学 Ｒｅ～らぶ かもがわ出版 2015年

3122 表現することは生きること ３社会科学 湯汲英史 かもがわ出版 2018年

3123 事例で学ぶ発達障害者のセルフアドボカシ－ ３社会科学 片岡美華　小島道生 金子書房 2017年

3124 メンタルヘルス不調のある親への育児支援 ３社会科学 蔭山正子 明石書店 2018年

3125 当事者が語る精神障がいとリカバリ－ ３社会科学 ＹＰＳ横浜ピアスタッフ協会　蔭山正子 明石書店 2018年

3126 精神障害者の地域移行支援・地域定着支援・自立生活援助導入ガイド ３社会科学
岩上洋一　全国地域で暮らそうネットワ
－ク

金剛出版 2018年

3127 精神障害者支援の思想と戦略 ３社会科学 田中英樹 金剛出版 2018年

3128 多機能型精神科診療所による地域づくり ３社会科学 窪田彰 金剛出版 2016年

3129 病いの語りによるソ－シャルワ－ク ３社会科学 栄セツコ 金剛出版 2018年

3130 社会的入院から地域へ ３社会科学 加藤真規子 現代書館 2017年

3131 消された精神障害者 ３社会科学 原義和　高橋年男 高文研 2019年

3132 チ－ムで支える高次脳機能障害のある人の地域生活 ３社会科学 阿部順子　蒲澤秀洋 中央法規出版 2017年

3133 性問題行動のある知的障害者のための１６ステップ ３社会科学 クリシャン・ハンセン　ティモシ－・カ－ン 明石書店 2015年

3134 地域に帰る知的障害者と脱施設化 ３社会科学 ジョン・ロ－ド　シェリル・ハ－ン 明石書店 2018年

3135 ＭＳＰＡ（発達障害の要支援度評価尺度）の理解と活用 ３社会科学 船曳康子 勁草書房 2018年

3136 どうして普通にできないの！ ３社会科学 こだまちの 協同医書出版社 2017年

3137 ライフサイクルに沿った発達障害支援ガイドブック ３社会科学 齋藤万比古　小枝達也 診断と治療社 2017年

3138 精神保健福祉法改正  メンタルヘルス・ライブラリ－ ３社会科学 太田順一郎　岡崎伸郎 批評社 2014年

3139 せまりくる「天災」とどう向きあうか ３社会科学 鎌田浩毅 ミネルヴァ書房 2015年

3140 災害ボランティア入門 ３社会科学 山本克彦 ミネルヴァ書房 2018年

3141 防災・減災のための社会安全学 ３社会科学 関西大学 ミネルヴァ書房 2014年

3142 防災・減災につなげるハザ－ドマップの活かし方 ３社会科学 鈴木康弘 岩波書店 2015年
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3143 防災リテラシ－ ３社会科学 太田敏一　松野泉 森北出版 2016年

3144 防災福祉のまちづくり  文化とまちづくり叢書 ３社会科学 川村匡由 水曜社 2017年

3145 自然災害から人命を守るための防災教育マニュアル ３社会科学 柴山元彦　戟忠希 創元社 2015年

3146 避難の科学 ３社会科学 古川武彦 東京堂出版 2015年

3147 地域と都市の防災  放送大学教材 ３社会科学 目黒公郎　村尾修 放送大学教育振興会 2016年

3148 災害対応ハンドブック ３社会科学 野呂雅之　津久井進 法律文化社 2016年

3149 災害・防災の心理学 ３社会科学 木村玲欧 北樹出版 2015年

3150 災害に立ち向かう人づくり ３社会科学 室崎益輝　冨永良喜 ミネルヴァ書房 2018年

3151 日本の防災、世界の災害 ３社会科学 石渡幹夫 鹿島出版会 2016年

3152 現場でつくる減災学 ３社会科学 矢守克也　宮本匠 新曜社 2016年

3153 災害リスクの心理学 ３社会科学
ロバ－ト・マイヤ－　ハワ－ド・クンル－
ザ－

丸善出版 2018年

3154 自然災害防災教本 ３社会科学 村岡治道 技報堂出版 2015年

3155 災害と行政 ３社会科学 松岡京美　村山徹 晃洋書房 2016年

3156 社会防災の基礎を学ぶ ３社会科学 前林清和 昭和堂（京都） 2016年

3157 災害時要援護者支援対策 ３社会科学 有賀絵理 文眞堂 2014年

3158 災害と復興の社会学 ３社会科学 立木茂雄 萌書房 2016年

3159 広島の被爆と福島の被曝 ３社会科学 齋藤紀 かもがわ出版 2018年

3160 自然災害の発生と法制度 ３社会科学 木下誠也 コロナ社 2018年

3161 地域防災とライフライン防護 ３社会科学 木下誠也 コロナ社 2018年

3162 防災の法と社会 ３社会科学 林秀弥　金思穎 信山社出版 2018年

3163 大都市災害と防災福祉コミュニティ ３社会科学 川村匡由 大学教育出版 2018年

3164 災害ソ－シャルワ－クの可能性 ３社会科学 福祉系大学経営者協議会　遠藤洋二 中央法規出版 2017年

3165 防災・減災・復旧・復興　Ｑ＆Ａ ３社会科学 近畿災害対策まちづくり支援機構 東方出版（大阪） 2018年

3166 核なき未来へ ３社会科学 森川聖詩 現代書館 2018年

3167 仙台・福住町方式減災の処方箋 ３社会科学 菅原康雄　三好亜矢子 新評論 2015年

3168 原発事故後の子ども保養支援 ３社会科学 疋田香澄 人文書院 2018年

3169 防災福祉コミュニティ形成のために　実践編 ３社会科学 川村匡由 大学教育出版 2018年

3170 グロ－バル災害復興論 ３社会科学 藤本典嗣　厳成男 中央経済社 2017年

3171 災害時における介護のボランティア入門 ３社会科学 日本介護福祉士会 中央法規出版 2018年

3172 災害支援者支援 ３社会科学 高橋晶 日本評論社 2018年

3173 「病院船」が日本を救う  へるす出版新書 ３社会科学 砂田向壱 へるす出版事業部 2015年

3174 災害ボランティア ３社会科学 渥美公秀 弘文堂 2014年

3175 震災復興学 ３社会科学 神戸大学震災復興支援プラットフォ－ム ミネルヴァ書房 2015年

3176 リスクと生きる、死者と生きる ３社会科学 石戸諭 亜紀書房 2017年

3177 ３．１１震災は日本を変えたのか ３社会科学
リチャ－ド・Ｊ．サミュエルズ　ナビコ・プ
レシ

英治出版 2016年

3178 「復興」が奪う地域の未来 ３社会科学 山下祐介 岩波書店 2017年

3179 近世の巨大地震  歴史文化ライブラリ－ ３社会科学 矢田俊文 吉川弘文館 2018年

3180 津波の霊たち ３社会科学 リチャ－ド・ロイド・パリ－　濱野大道 早川書房 2018年

3181 震災と市民 １ ３社会科学 似田貝香門　吉原直樹 東京大学出版会 2015年

3182 震災と市民 ２ ３社会科学 似田貝香門　吉原直樹 東京大学出版会 2015年

3183 震災復興の政治経済学 ３社会科学 齊藤誠（経済学） 日本評論社 2015年

3184 東北の震災復興と今和次郎  青山学院大学総合研究所叢書 ３社会科学 黒石いずみ 平凡社 2015年

3185 東日本大震災復興が日本を変える ３社会科学 岡本全勝　藤沢烈 ぎょうせい 2016年

3186 未来が見えなくなったとき、僕たちは何を語ればいいのだろう ３社会科学 ボブ・スティルガ－　野村恭彦 英治出版 2015年
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3187 ゴ－ストタウンから死者は出ない ３社会科学 小熊英二　赤坂憲雄 人文書院 2015年

3188 大震災からのこころの回復 ３社会科学 長谷川啓三　若島孔文 新曜社 2015年

3189 震災ジャンキ－ ３社会科学 小林みちたか 草思社 2017年

3190 防災と復興の知 ３社会科学 座小田豊　田中克 大学出版部協会 2014年

3191 被災と避難の社会学 ３社会科学 関礼子 東信堂 2018年

3192 自転車で見た三陸大津波 ３社会科学 武内孝夫 平凡社 2016年

3193 震災と地域再生 ３社会科学 西城戸誠　宮内泰介 法政大学出版局 2016年

3194 中越地震から３８００日 ３社会科学 中越防災安全推進機構 ぎょうせい 2015年

3195 震災工学 ３社会科学 矢代晴実　佐藤一郎（リスク工学） コロナ社 2016年

3196 ＴＳＵＮＡＭＩ ３社会科学 沿岸技術研究センタ－ 丸善プラネット 2016年

3197 被災者支援のくらしづくり・まちづくり ３社会科学 岩船昌起 古今書院 2016年

3198 どうする！？巨大津波 ３社会科学 有川太郎 日本評論社 2015年

3199 東日本大震災以後の海辺を歩く ３社会科学 原田勇男 未来社 2015年

3200 東日本大震災４年目の記録風評の厚き壁を前に ３社会科学 寺島英弥 明石書店 2015年

3201 東日本大震災何も終わらない福島の５年 ３社会科学 寺島英弥 明石書店 2016年

3202 理念なき復興 ３社会科学 東野真和 明石書店 2016年

3203 復興に抗する ３社会科学 中田英樹　髙村竜平 有志舎 2018年

3204 東日本大震災石巻市における復興への足取り ３社会科学 日本家政学会　石巻専修大学 建帛社 2016年

3205 ３・１１復興プロジェクトの挑戦とその射程 ３社会科学 伊澤岬　小林直明 彰国社 2018年

3206 大槌発未来へのグランドデザイン ３社会科学 谷口真人 昭和堂（京都） 2016年

3207 震災を生きぬく ３社会科学 原田隆司 世界思想社 2016年

3208 みやぎ３・１１「人間の復興」を担う女性たち ３社会科学 浅野富美枝 生活思想社 2016年

3209 地方災害と防災福祉コミュニティ ３社会科学 川村匡由 大学教育出版 2018年

3210 ３・１１〈絆〉からの解放と自由を求めて ３社会科学 田中かの子 北樹出版 2018年

3211 南三陸発！志津川小学校避難所 ３社会科学
志津川小学校避難所自治会記録保存
プロジェ　志水宏吉

明石書店 2017年

3212 東日本大震災の津波から学び粘り強い盛土で減災 ３社会科学 常田賢一　秦吉弥 理工図書 2016年

3213 災害ボランティア健康管理マニュアル ３社会科学 岩田健太郎　國島広之 中外医学社 2012年

3214 東日本大震災ボランティアによる支援と仮設住宅 ３社会科学 日本家政学会　大竹美登利 建帛社 2014年

3215 福島大学の支援知をもとにしたテキスト災害復興支援学 ３社会科学
福島大学うつくしまふくしま未来支援セ
ンタ

八朔社 2014年

3216 ３．１１後の持続可能な社会をつくる実践学 ３社会科学 山崎憲治　本田敏秋 明石書店 2014年

3217 災害時における食とその備蓄 ３社会科学
新潟大学地域連携フ－ドサイエンス・セ
ンタ　門脇基二

建帛社 2014年

3218 家族支援の実証的研究 ３社会科学 家族援助研究会 文化書房博文社 2017年

3219 Ｑ＆Ａ児童虐待防止ハンドブック ３社会科学 児童虐待問題研究会 ぎょうせい 2018年

3220 家庭支援論  ＭＩＮＥＲＶＡはじめて学ぶ子どもの福祉 ３社会科学 倉石哲也　伊藤嘉余子 ミネルヴァ書房 2017年

3221 子ども家庭福祉  ＭＩＮＥＲＶＡはじめて学ぶ子どもの福祉 ３社会科学 伊藤嘉余子　澁谷昌史 ミネルヴァ書房 2017年

3222 日本の子育て共同参画社会  Ｍｉｎｅｒｖａ社会学叢書 ３社会科学 金子勇 ミネルヴァ書房 2016年

3223 子ども家庭福祉への招待  シリ－ズ・社会福祉の視座 ３社会科学 北川清一　稲垣美加子 ミネルヴァ書房 2018年

3224 子ども家庭福祉論  シリ－ズ・福祉を知る ３社会科学 山縣文治 ミネルヴァ書房 2018年

3225 社会的養護内容  はじめて学ぶ子どもの福祉 ３社会科学 倉石哲也　伊藤嘉余子 ミネルヴァ書房 2017年

3226 よくわかる家庭支援論  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 橋本真紀　山縣文治 ミネルヴァ書房 2015年

3227 よくわかる子ども家庭福祉  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 吉田幸恵　山縣文治 ミネルヴァ書房 2019年

3228 よくわかる社会的養護内容  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 小木曽宏　宮本秀樹 ミネルヴァ書房 2015年

3229 児童家庭福祉論  新・はじめて学ぶ社会福祉 ３社会科学 杉本敏夫　立花直樹 ミネルヴァ書房 2017年

3230 児童家庭福祉  新・プリマ－ズ／保育／福祉 ３社会科学 福田公教　山縣文治 ミネルヴァ書房 2017年
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3231 子ども家庭福祉  新・基礎からの社会福祉 ３社会科学 木村容子　有村大士 ミネルヴァ書房 2018年

3232 児童福祉論 ３社会科学 吉田明弘 八千代出版 2016年

3233 社会的養護から旅立つ若者への自立支援 ３社会科学
マイク・スタイン　池上和子（臨床心理
士）

福村出版 2015年

3234 福祉施設・学校現場が拓く児童家庭ソ－シャルワ－ク ３社会科学 櫻井慶一　宮﨑正宇 北大路書房 2017年

3235 子ども虐待とスク－ルソ－シャルワ－ク ３社会科学 西野緑 明石書店 2018年

3236 児童館の歴史と未来 ３社会科学 西郷泰之 明石書店 2017年

3237 社会的養護の子どもと措置変更 ３社会科学 伊藤嘉余子 明石書店 2017年

3238 性的虐待を受けた子どもの施設ケア ３社会科学 八木修司　岡本正子 明石書店 2017年

3239 現代児童家庭福祉論 ３社会科学 服部次郎 ミネルヴァ書房 2018年

3240 親子カフェのつくりかた ３社会科学 小山訓久 学芸出版社（京都） 2018年

3241 子ども家庭福祉論 ３社会科学 赤木正典　流王治郎 建帛社 2018年

3242 暴力を受けていい人はひとりもいない ３社会科学 阿部真紀 高文研 2018年

3243 子育ては生涯学習の原点 ３社会科学 中野由美子 大学教育出版 2018年

3244 子育て支援員研修テキスト ３社会科学
教育支援人材認証協会　子育て支援員
研修テキスト刊行委員会

中央法規出版 2019年

3245 子どもと福祉 ３社会科学 林浩康 福村出版 2018年

3246 ワ－クで学ぶ子ども家庭支援の包括的アセスメント ３社会科学 増沢高 明石書店 2018年

3247 子育て困難家庭のための多職種協働ガイド ３社会科学 ジュリ－・テイラ－　ジュン・ソウバ－ン 明石書店 2018年

3248 認定こども園　子育てワ－クショップシナリオ集ＤＶＤ付 ３社会科学 小枝達也 日本小児医事出版社 2017年

3249 「育てにくさ」の理解と支援 ３社会科学 秋山千枝子　小枝達也 診断と治療社 2017年

3250 保育と社会的養護 ３社会科学 井村圭壮　相澤譲治 学文社 2014年

3251 現代社会福祉と子ども家庭福祉 ３社会科学 和田光一 学文社 2014年

3252 みんなでつくる子ども・子育て支援新制度 ３社会科学 前田正子 ミネルヴァ書房 2014年

3253 基本から実践まで！！すぐに役立つ医療保育実践マニュアル ３社会科学 国立成育医療研究センタ－ 診断と治療社 2016年

3254 園医必携保育園の感染症 ３社会科学 遠藤郁夫 中外医学社 2013年

3255 社会的養護  ＭＩＮＥＲＶＡはじめて学ぶ子どもの福祉 ３社会科学 倉石哲也　伊藤嘉余子 ミネルヴァ書房 2018年

3256 里親家庭・ステップファミリ－・施設で暮らす子どもの回復・自立へのアプロ－チ ３社会科学 津崎哲郎 明石書店 2015年

3257 〈施設養護か里親制度か〉の対立軸を超えて ３社会科学 浅井春夫　黒田邦夫 明石書店 2018年

3258 子どものための里親委託・養子縁組の支援 ３社会科学 宮島清　林浩康 明石書店 2017年

3259 児童福祉施設の心理ケア ３社会科学 生地新 岩崎学術出版社 2017年

3260 東京都における児童相談所一時保護所の歴史 ３社会科学 藤田恭介 社会評論社 2017年

3261 児童相談所改革と協働の道のり ３社会科学 藤林武史 明石書店 2017年

3262 子どもの未来を育む自立支援 ３社会科学 井出智博　片山由季 岩崎学術出版社 2018年

3263 今から学ぼう！ライフスト－リ－ワ－ク ３社会科学 才村眞理　大阪ライフスト－リ－研究会 福村出版 2016年

3264 日本の児童養護と養問研半世紀の歩み ３社会科学 全国児童養護問題研究会 福村出版 2017年

3265 施設養育の新たな挑戦 ３社会科学 マ－ク・スミス　レオン・フルチャ― 明石書店 2018年

3266 「混血児」の戦後史  青弓社ライブラリ－ ３社会科学 上田誠二 青弓社 2018年

3267 「医療的ケア」の必要な子どもたち  シリ－ズ・福祉と医療の現場から ３社会科学 内多勝康 ミネルヴァ書房 2018年

3268 病気をもつ子どもと家族のための「おうちで暮らす」ガイドブックＱ＆Ａ（エ－） ３社会科学 岡野恵里香　前田浩利 メディカ出版 2016年

3269 発達が気になる赤ちゃんにやってあげたいこと  健康ライブラリ－ ３社会科学 黒澤礼子 講談社 2017年

3270 障害のある子の支援計画作成事例集 ３社会科学 日本相談支援専門員協会 中央法規出版 2016年

3271 発達障害児の発達支援と子育て支援 ３社会科学 瓜生淑子　西原睦子 かもがわ出版 2016年

3272 発達が気になる子どもの療育・発達支援入門 ３社会科学 市川奈緒子　岡本仁美 金子書房 2018年

3273 「育てにくさ」に寄り添う支援マニュアル ３社会科学 秋山千枝子　橋本創一 診断と治療社 2009年

3274 地域福祉論  しっかり学べる社会福祉 ３社会科学 川島ゆり子　永田祐 ミネルヴァ書房 2017年
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3275 地域の見方を変えると福祉実践が変わる  新・ＭＩＮＥＲＶＡ福祉ライブラリ－ ３社会科学 松端克文 ミネルヴァ書房 2018年

3276 地域福祉の現状と課題  放送大学教材 ３社会科学 上野谷加代子　斉藤弥生 放送大学教育振興会 2018年

3277 「参加の力」が創る共生社会 ３社会科学 早瀬昇 ミネルヴァ書房 2018年

3278 「無理しない」地域づくりの学校 ３社会科学 竹端寛　尾野寛明 ミネルヴァ書房 2017年

3279 横浜発助けあいの心がつむぐまちづくり ３社会科学 横浜市社会福祉協議会　西尾敦史 ミネルヴァ書房 2017年

3280 ゼミナ－ル地域福祉学 ３社会科学 野口定久 中央法規出版 2018年

3281 地域福祉のイノベ－ション ３社会科学
日本地域福祉学会地域福祉イノベ－
ション研　宮城孝

中央法規出版 2017年

3282 地域福祉の原理と方法 ３社会科学 井村圭壮　相澤譲治 学文社 2019年

3283 地域福祉とファンドレイジング ３社会科学 宮城孝　長谷川真司 中央法規出版 2018年

3284 地域リハビリテ－ションと私 ３社会科学 澤村誠志 シ－ビ－ア－ル 2018年

3285 医療ボランティアをめざす人に今伝えたいこと  Ｍｉｎｅｒｖａ２１世紀福祉ライブラリ－ ３社会科学 浅野マリ子 ミネルヴァ書房 2015年

3286 保健医療サ－ビス  新・はじめて学ぶ社会福祉 ３社会科学 杉本敏夫　中島裕 ミネルヴァ書房 2017年

3287 行くぞ！ロシナンテス ３社会科学 川原尚行 山川出版社（千代田区） 2015年

3288 性暴力被害者の医療的支援  性暴力被害者の総合的・包括的支援シリ－ズ ３社会科学 性暴力救援センタ－・大阪ＳＡＣＨＩＣＯ 信山社出版 2018年

3289 保健医療ソ－シャルワ－ク ３社会科学
日本医療社会福祉協会　日本社会福祉
士会

中央法規出版 2017年

3290 国際保健医療のキャリアナビ ３社会科学 日本国際保健医療学会 南山堂 2016年

3291 新・医療福祉学概論 ３社会科学 佐藤俊一　竹内一夫（医療福祉学） 川島書店 2018年

3292 アピアランス〈外見〉問題と包括的ケア構築の試み ３社会科学 原田輝一　真覚健 福村出版 2018年

3293 医療福祉総合ガイドブック ２０１８年度版 ３社会科学 日本医療ソ－シャルワ－ク研究会 医学書院 2018年

3294 ひとなる ３社会科学 大田尭　山本昌知 藤原書店 2016年

3295 社会力の時代へ ３社会科学 門脇厚司
冨山房インタ－ナショナ
ル

2018年

3296 子どもの生存・成長・学習を支える新しい社会的共同 ３社会科学 宮盛邦友 北樹出版 2014年

3297 責任ある研究のための発表倫理を考える  高等教育ライブラリ ３社会科学 東北大学高度教養教育・学生支援機構 東北大学出版会 2017年

3298
クリティカル・シンキング教育：探究型の思考力と態度を育む 早稲田大学エウプラクシ
ス叢書

３社会科学 酒井雅子 早稲田大学出版部 2017年

3299 変容する社会と教育のゆくえ  教育社会学のフロンティア ３社会科学 日本教育社会学会　稲垣恭子 岩波書店 2018年

3300 地域教育再生プロジェクト  放送大学叢書 ３社会科学 岡崎友典 左右社 2018年

3301 半径５メ－トルからの教育社会学  大学生の学びをつくる ３社会科学 片山悠樹　内田良 大月書店 2017年

3302 教育の社会学  放送大学教材 ３社会科学 近藤博之　岩井八郎 放送大学教育振興会 2015年

3303 子ども・青年の文化と教育  放送大学教材 ３社会科学 岩田弘三　谷田川ルミ 放送大学教育振興会 2017年

3304 学力・心理・家庭環境の経済分析 ３社会科学 赤林英夫　直井道生 有斐閣 2016年

3305 学校プラットフォ－ム ３社会科学 山野則子 有斐閣 2018年

3306 比較教育社会学へのイマ－ジュ ３社会科学 原清治　山内乾史 学文社 2016年

3307 ジェンダ－化社会を超えて ３社会科学 望月重信　春日清孝 学文社 2016年

3308 教育と福祉の課題 ３社会科学 伊藤良高 晃洋書房 2017年

3309 福祉と教育の接点 ３社会科学 上續宏道　安田誠人 晃洋書房 2014年

3310 変動社会と子どもの発達 ３社会科学 住田正樹　高島秀樹 北樹出版 2018年

3311 子育て世代のソ－シャル・キャピタル ３社会科学 石川由香里　杉原名穂子 有信堂高文社 2018年

3312 学習社会学の構想 ３社会科学 赤尾勝巳 晃洋書房 2017年

3313 教育と福祉の基本問題 ３社会科学 伊藤良高　柴田賢一 晃洋書房 2018年

3314 インタ－ロ－カル ３社会科学 中朋美　小笠原拓 筑波書房 2017年

3315 平等の教育社会学 ３社会科学 耳塚寛明　中西祐子 勁草書房 2019年

3316 教育社会とジェンダ－ ３社会科学 河野銀子　藤田由美子 学文社 2014年

3317 読んでわかる教育心理学  ライブラリ　読んでわかる心理学 ３社会科学 多鹿秀継　上淵寿 サイエンス社 2018年

3318 基礎からまなぶ教育心理学  ライブラリ基礎からまなぶ心理学 ３社会科学 小山義徳　岩田美保 サイエンス社 2018年
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3319 学校教育と学習の心理学  心理学入門コ－ス ３社会科学 秋田喜代美　坂本篤史 岩波書店 2015年

3320 学校心理学ハンドブック ３社会科学 石隈利紀　大野精一 教育出版 2016年

3321 発達と学習  Ｎｅｘｔ教科書シリ－ズ ３社会科学 内藤佳津雄　北村世都 弘文堂 2016年

3322 教育心理学のための統計学  心理学のための統計学 ３社会科学 熊谷龍一　荘島宏二郎 誠信書房 2015年

3323 学校臨床に役立つ精神分析 ３社会科学 平井正三　上田順一 誠信書房 2016年

3324 こどもを育む環境蝕む環境  朝日選書 ３社会科学 仙田満 朝日新聞出版 2018年

3325 学力と学習支援の心理学  放送大学教材 ３社会科学 市川伸一 放送大学教育振興会 2014年

3326 アクティブラ－ニングのための心理学 ３社会科学 アラン・プリチャ－ド　ジョン・ウ－ラ－ド 北大路書房 2017年

3327 教育心理学  ベ－シック現代心理学 ３社会科学 子安増生　田中俊也 有斐閣 2015年

3328 やさしい教育心理学  有斐閣アルマ ３社会科学 鎌原雅彦　竹綱誠一郎 有斐閣 2015年

3329 育ちを支える教育心理学 ３社会科学 谷口明子　廣瀬英子 学文社 2017年

3330 絵本とともに学ぶ発達と教育の心理学 ３社会科学 増田梨花 晃洋書房 2018年

3331 ようこそ教育心理学の世界へ ３社会科学 神藤貴昭　久木山健一 北樹出版 2017年

3332 あなたと創る教育心理学 ３社会科学 羽野ゆつ子　倉盛美穂子 ナカニシヤ出版 2017年

3333 自律的な学習意欲の心理学 ３社会科学 櫻井茂男 誠信書房 2017年

3334 教育心理学 ３社会科学 福田由紀　平山祐一郎 培風館 2016年

3335 人間の形成と心理のフロンティア ３社会科学 伊藤良高　下坂剛 晃洋書房 2016年

3336 拡張的学習の挑戦と可能性 ３社会科学 ユ－リア・エンゲストロ－ム　山住勝広 新曜社 2018年

3337 教育発達学の構築 ３社会科学 藤崎真知代　松村茂治 風間書房 2015年

3338 ここだけは押さえたい教育心理学 ３社会科学 沢宮容子　水野智美 文化書房博文社 2016年

3339 チ－ム学校での効果的な援助 ３社会科学 水野治久　家近早苗 ナカニシヤ出版 2018年

3340 教師・ＳＣのための心理教育素材集 ３社会科学 小川康弘　増田健太郎 遠見書房 2015年

3341 学校臨床心理学 ３社会科学 小林明子　徳田克己 文化書房博文社 2018年

3342 教育と学びの心理学 ３社会科学 速水敏彦 名古屋大学出版会 2013年

3343 教育心理学概論  放送大学教材 ３社会科学 三宅芳雄　三宅なほみ 放送大学教育振興会 2014年

3344 学校に行けない子どもたちへの対応ハンドブック ３社会科学 小柳憲司 新興医学出版社 2009年

3345 どう使うどう活かすいじめ防止対策推進法 ３社会科学
第二東京弁護士会子どもの権利に関す
る委員

現代人文社 2018年

3346 子どものこころ  有斐閣アルマ ３社会科学 桜井茂男　浜口佳和 有斐閣 2014年

3347 よくわかる青年心理学  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ３社会科学 白井利明 ミネルヴァ書房 2015年

3348 思春期　少年・少女の不思議のこころ  思春期のこころと身体Ｑ＆Ａ ３社会科学 深尾憲二朗 ミネルヴァ書房 2018年

3349 リスク社会を生きる若者たち  大阪大学新世紀レクチャ－ ３社会科学 友枝敏雄 大阪大学出版会 2015年

3350 明治の〈青年〉 ３社会科学 和崎光太郎 ミネルヴァ書房 2017年

3351 レクチャ－　青年心理学 ３社会科学 高坂康雅　池田幸恭 風間書房 2017年

3352 精神科医の思春期子育て講義 ３社会科学 皆川邦直　生田憲正 岩崎学術出版社 2018年

3353 異文化間教育とは何か  リテラシ－ズ叢書 ３社会科学 西山教行　細川英雄 くろしお出版 2015年

3354 〈帰国子女〉という日本人  フィギュ－ル彩 ３社会科学 品川亮 彩流社 2017年

3355 多文化共生社会におけるＥＳＤ・市民教育 ３社会科学 田中治彦　杉村美紀 上智大学出版 2014年

3356 真のダイバ－シティをめざして ３社会科学 ダイアン・Ｊ．グッドマン　出口真紀子 上智大学出版 2017年

3357 移民の子どもと学校 ３社会科学 ＯＥＣＤ　布川あゆみ 明石書店 2017年

3358 多文化教育の国際比較 ３社会科学 松尾知明 明石書店 2017年

3359 ラ－ニング・レボリュ－ション ３社会科学
ウォルタ－・ベンダ－　チャ－ルズ・ケイ
ン

英治出版 2014年

3360 子ども格差の経済学 ３社会科学 橘木俊詔 東洋経済新報社 2017年

3361 子どもの貧困と公教育 ３社会科学 中村文夫 明石書店 2016年

3362 震災と向き合う子どもたち ３社会科学 徳水博志 新日本出版社 2018年
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3363 共有する子育て ３社会科学 根ケ山光一　外山紀子 金子書房 2019年

3364 ネパ－ルに学校をつくる ３社会科学 酒井治孝 東海大学出版部 2015年

3365 多様性と向きあうカナダの学校 ３社会科学 児玉菜々 東信堂 2017年

3366 ニュ－スク－ル ３社会科学 紀平英作 岩波書店 2017年

3367 ユネスコ国際教育政策叢書 ９ ３社会科学 黒田一雄　北村友人 東信堂 2015年

3368 生涯学習時代の教育制度 ３社会科学 梨本加菜 樹村房 2017年

3369 学校に思想・良心の自由を ３社会科学
学校に対する君が代斉唱、日の丸掲揚
の強制　山田昭次

影書房 2016年

3370 教育劣位社会 ３社会科学 矢野真和　濱中淳子 岩波書店 2016年

3371 奨学金借りるとき返すときに読む本 ３社会科学 柴田武男　鴨田譲 弘文堂 2018年

3372 学生に賃金を ３社会科学 栗原康 新評論 2015年

3373 子どもの貧困と教育の無償化 ３社会科学 中村文夫 明石書店 2017年

3374 新聞奨学生　奪われる学生生活 ３社会科学 横山真 大月書店 2018年

3375 無償教育と国際人権規約 ３社会科学 三輪定宣 新日本出版社 2018年

3376 学校福祉とは何か  新・ＭＩＮＥＲＶＡ福祉ライブラリ－ ３社会科学 鈴木庸裕 ミネルヴァ書房 2018年

3377 子どもの貧困に向きあえる学校づくり ３社会科学
鈴木庸裕・丹波史紀・村井琢哉・古関勝
則・　丹波史紀

かもがわ出版 2018年

3378 多文化社会を生きる子どもとスク－ルソ－シャルワ－ク ３社会科学 鈴木庸裕　新井英靖 かもがわ出版 2018年

3379 学校危機とコンサルテ－ション ３社会科学 細田眞司　大西俊江 新興医学出版社 2015年

3380 学校福祉のデザイン ３社会科学 鈴木庸裕 かもがわ出版 2017年

3381 教師の声を聴く ３社会科学 浅井幸子　黒田友紀 学文社 2016年

3382 学校法人ハンドブック ３社会科学 実藤秀志 税務経理協会 2018年

3383 学校法人会計入門 ３社会科学 新日本有限責任監査法人 税務経理協会 2015年

3384 養護教諭が語る東日本大震災 ３社会科学 藤田和也 日本教育学会 2015年

3385 新版基礎から学ぶ学校保健 ３社会科学 瀧澤利行　青柳直子 建帛社 2018年

3386 学校保健の世界 ３社会科学 大沢清二　内田匡輔 杏林書院 2016年

3387 養護教諭のためのフィジカルアセスメント ２ ３社会科学 大谷尚子　五十嵐徹 日本小児医事出版社 2013年

3388 いざというとき学校現場で役に立つ食物アナフィラキシ－対応ガイドブック ３社会科学 兵庫食物アレルギ－研究会　伊藤節子 診断と治療社 2015年

3389 学校・職場のメンタルヘルスの実践と応用 ３社会科学 牧野真理子　筒井末春 新興医学出版社 2013年

3390 学校環境衛生管理マニュアル ３社会科学 文部科学省 日本学校保健会 2018年

3391 シックスク－ル問題と対策 ３社会科学 加藤やすこ 緑風出版 2018年

3392 災害に備える心理教育 ３社会科学 窪田由紀　松本真理子 ミネルヴァ書房 2016年

3393 防災教育の不思議な力 ３社会科学 諏訪清二 岩波書店 2015年

3394 養護教諭のためのフィジカルアセスメント ３社会科学 大谷尚子　大西文子 日本小児医事出版社 2017年

3395 学校心臓検診実践マニュアルＱ＆Ａ ３社会科学 日本小児循環器学会 診断と治療社 2018年

3396 学校の運動器検診子どもの身体と障害の診かた ３社会科学 内尾祐司　高橋敏明 中外医学社 2018年

3397 給食・食育で子どもが変わる ３社会科学 新村洋史 新日本出版社 2016年

3398 学校給食の役割と課題を内側から明かす ３社会科学 佐々木輝雄 筑波書房 2015年

3399 栄養教諭論 ３社会科学 金田雅代 建帛社 2017年

3400 よくわかる栄養教諭 ３社会科学 藤沢良知　芦川修弐 同文書院 2016年

3401 学校において予防すべき感染症の解説 ３社会科学 日本学校保健会 2018年

3402 学校と家庭で育む子どもの生活習慣 ３社会科学 日本学校保健会 2017年

3403 健康教育の理論と実践 ３社会科学 伊藤武彦　松村京子 日本学校保健会 2018年

3404 使える脳の鍛え方 ３社会科学
ピ－タ－・Ｃ．ブラウン　ヘンリ－・Ｌ．ロ
－ディガ－

ＮＴＴ出版 2016年

3405 すぐ実践できる情報スキル５０ ３社会科学 塩谷京子 ミネルヴァ書房 2016年

3406 調べる・発表する伝え方教室 ３社会科学 大重史朗 旬報社 2015年
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3407 ライフスキルを高める心理教育 ３社会科学 熊谷恵子　田中輝美 金子書房 2016年

3408 情報モラル教育 ３社会科学 西野泰代　原田恵理子 金子書房 2018年

3409 図書館と学校が地域をつくる ３社会科学 図書館振興財団 学文社 2016年

3410 学校における自殺予防教育プログラムＧＲＩＰ―グリップ― ３社会科学 川野健治　勝又陽太郎 新曜社 2018年

3411 マインド・ザ・ギャップ！ ３社会科学 志水宏吉　高田一宏 大阪大学出版会 2016年

3412 そろそろ、部活のこれからを話しませんか ３社会科学 中澤篤史 大月書店 2017年

3413 部活動の不思議を語り合おう ３社会科学 長沼豊 ひつじ書房 2017年

3414 メディア・リテラシ－教育 ３社会科学 中橋雄 北樹出版 2017年

3415 わくわくコミュニケ－ションプログラム ３社会科学 廣岡雅子　中西良文 ナカニシヤ出版 2016年

3416 近代公教育の陥穽 ３社会科学 鈴木麻里子　前田聡 流通経済大学出版会 2015年

3417 教科書にみる世界の性教育 ３社会科学 橋本紀子　池谷壽夫 かもがわ出版 2018年

3418 「ものづくり」と職業教育 ３社会科学 片山悠樹 岩波書店 2016年

3419 国語と教育 ３社会科学 柳田国男 河出書房新社 2015年

3420 読書教育を学ぶ人のために ３社会科学 山元隆春 世界思想社 2015年

3421 新しい古典・言語文化の授業 ３社会科学 河内昭浩 朝倉書店 2019年

3422 言語文化教育の道しるべ ３社会科学 浅田孝紀 明治書院 2018年

3423 「読む力」はこうしてつける ３社会科学 吉田新一郎 新評論 2017年

3424 ライティングの高大接続 ３社会科学 渡辺哲司　島田康行 ひつじ書房 2017年

3425 論理コミュニケ－ション ３社会科学 梅嶋真樹　仁藤亜里 慶応義塾大学出版会 2015年

3426 外国語教育は英語だけでいいのか ３社会科学 森住衛　古石篤子 くろしお出版 2016年

3427 言語への目覚め活動 ３社会科学 大山万容 くろしお出版 2016年

3428 英語音声教育実践と音声学・音韻論  国立大学法人兵庫教育大学教育実践学叢書 ３社会科学 有働眞理子　谷明信 ジア－ス教育新社 2018年

3429 学校英語教育は何のため？  ひつじ英語教育ブックレット ３社会科学 江利川春雄　斎藤兆史 ひつじ書房 2014年

3430 これからの英語教育の話をしよう ３社会科学 藤原康弘　仲潔 ひつじ書房 2017年

3431 初等外国語教育  ＭＩＮＥＲＶＡはじめて学ぶ教科教育 ３社会科学 吉田武男　卯城祐司 ミネルヴァ書房 2018年

3432 英語は「教わったように教えるな」 ３社会科学 若林俊輔　小菅和也 研究社 2016年

3433 教室英語ハンドブック ３社会科学 高梨庸雄　小野尚美 研究社 2016年

3434 高校英語授業を知的にしたい ３社会科学 三浦孝　亘理陽一 研究社 2016年

3435 イラスト図解小学校英語の教え方２５のル－ル ３社会科学 佐藤久美子（言語学） 講談社 2018年

3436 テストが導く英語教育改革 ３社会科学 根岸雅史 三省堂 2017年

3437 「英語で授業」ここがポイント  英語教育２１世紀叢書 ３社会科学 齋藤栄二 大修館書店 2015年

3438 「学ぶ・教える・考える」ための実践的英語科教育法 ３社会科学 酒井英樹　廣森友人 大修館書店 2018年

3439 英語４技能評価の理論と実践 ３社会科学 望月昭彦　深澤真 大修館書店 2015年

3440 英語スピ－キング指導ハンドブック ３社会科学 泉惠美子　門田修平 大修館書店 2016年

3441 英語で教える英語の授業 ３社会科学 望月正道　相澤一美 大修館書店 2016年

3442 英語運用力が伸びる５ラウンドシステムの英語授業 ３社会科学 金谷憲　西村秀之 大修館書店 2017年

3443 英文法、何を重点的に教えるか ３社会科学 佐藤誠司 大修館書店 2017年

3444 実例でわかる英語テスト作成ガイド ３社会科学 小泉利恵　印南洋 大修館書店 2017年

3445 若手英語教師のためのお悩み解決ＢＯＯＫ ３社会科学 阿野幸一　太田洋 大修館書店 2017年

3446 小学校で英語を教えるためのミニマム・エッセンシャルズ ３社会科学 酒井英樹　滝沢雄一 三省堂 2017年

3447 コア・カリキュラム準拠小学校英語教育の基礎知識 ３社会科学 村野井仁 大修館書店 2018年

3448 自分で学んでいける生徒を育てる ３社会科学 中田賀之 ひつじ書房 2015年

3449 主体的な学びをめざす小学校英語教育 ３社会科学 金森強　本多敏幸 教育出版 2017年

3450 国際語としての英語 ３社会科学 若本夏美　今井由美子 松柏社 2017年
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3451 新学習指導要領にもとづく英語科教育法 ３社会科学 望月昭彦　久保田章 大修館書店 2018年

3452 言語発達 ３社会科学 小山正 ナカニシヤ出版 2018年

3453 児童分析家の語る子どものこころの育ち ３社会科学 マ－サ・ハリス　山上千鶴子 岩崎学術出版社 2016年

3454 発達臨床心理学 ３社会科学 谷口清 遠見書房 2018年

3455 保育・教育に生かすＯｒｉｇａｍｉの認知心理学 ３社会科学 丸山真名美 金子書房 2018年

3456 やさしく学べる乳幼児の発達心理学 ３社会科学 田中亜裕子 創元社 2014年

3457 科研費採択される３要素 ３社会科学 郡健二郎 医学書院 2017年

3458 いかにして研究費を獲得するか ３社会科学 尾崎幸洋　櫻井香織 化学同人 2017年

3459 科研費採択に向けた効果的なアプロ－チ ３社会科学 塩満典子　北川慶子 学文社 2016年

3460 ノ－ベル賞１１７年の記録 ３社会科学 ノ－ベル賞の記録編集委員会 山川出版社（千代田区） 2017年

3461 大学で学ぶということ ３社会科学 田中俊也　山田嘉徳 ナカニシヤ出版 2015年

3462 大学生のキャリアとジェンダ－ ３社会科学 谷田川ルミ 学文社 2016年

3463 近代日本の就職難物語  歴史文化ライブラリ－ ３社会科学 町田祐一 吉川弘文館 2016年

3464 インタ－ンシップ実践ガイド ３社会科学 日本インタ－ンシップ学会　折戸晴雄 玉川大学出版部 2017年

3465 大学生のこころのケア・ガイドブック ３社会科学 福田真也 金剛出版 2017年

3466 キャリア教育論 ３社会科学 荒木淳子　伊達洋駆 慶応義塾大学出版会 2015年

3467 プレステップキャリアデザイン  ＰＲＥ－ＳＴＥＰ ３社会科学 岩井洋（キャリア教育）　奥村玲香 弘文堂 2017年

3468 女子学生のキャリアデザイン ３社会科学 野村康則　竹内雄司 水曜社 2017年

3469 大学生学びのハンドブック ３社会科学 世界思想社 世界思想社 2018年

3470 新・知のツ－ルボックス ３社会科学 専修大学出版企画委員会 専修大学出版局 2018年

3471 １８歳からの「大人の学び」基礎講座 ３社会科学 向後千春 北大路書房 2016年

3472 大学生のためのキャリアガイドブック ３社会科学 寿山泰二　宮城まり子 北大路書房 2016年

3473 大学での学びをアクティブにするアカデミック・スキル入門  有斐閣ブックス ３社会科学 伊藤奈賀子　富原一哉 有斐閣 2016年

3474 ５人のプロに聞いた！一生モノの学ぶ技術・働く技術 ３社会科学 阿部正浩　前川孝雄 有斐閣 2017年

3475 殻を突き破るキャリアデザイン ３社会科学 筒井美紀 有斐閣 2016年

3476 自立へのキャリアデザイン ３社会科学 旦まゆみ ナカニシヤ出版 2017年

3477 社会人基礎力 ３社会科学 稲本恵子　白井弘子 晃洋書房 2018年

3478 ゼミで学ぶスタディスキル ３社会科学 南田勝也　矢田部圭介 北樹出版 2017年

3479 地域がグロ－バルに生きるには ３社会科学 帯野久美子 学芸出版社（京都） 2017年

3480 グロ－バル人材を育てます ３社会科学
全国ビジネス系大学教育会議　池内秀
己

学文社 2014年

3481 実践学生相談の臨床マネ－ジメント ３社会科学 細澤仁 岩崎学術出版社 2015年

3482 新よくわかるライフデザイン入門 ３社会科学 大学導入教育研究会 古今書院 2018年

3483 大学１年からのキャリアデザイン実践 ３社会科学 齊藤博　上本裕子 八千代出版 2017年

3484 共に生きるためのキャリアプランニング ３社会科学 平岩久里子 ナカニシヤ出版 2018年

3485 理工系学生のためのキャリアナビゲ－ション ３社会科学 二上武生 コロナ社 2018年

3486 キャリアデザインテキスト ３社会科学 西本万映子　大山雅嗣 専修大学出版局 2017年

3487 教師と学生のコミュニケ－ション ３社会科学
ピエ－ル・ブルデュ－　ジャン・クロ－ド・
パスロン

藤原書店 2018年

3488 ゼミ入門 ３社会科学 野村一夫 文化書房博文社 2014年

3489 学生のための学び入門 ３社会科学 牧恵子 ナカニシヤ出版 2014年

3490 大学生になるってどういうこと？  シリ－ズ大学生の学びをつくる ３社会科学 植上一希　寺崎里水 大月書店 2014年

3491 学生と健康 ３社会科学 国立大学法人保健管理施設協議会 南江堂 2011年

3492 大学生の学習テクニック  シリ－ズ大学生の学びをつくる ３社会科学 森靖雄 大月書店 2014年

3493 聞きとりワ－クシ－ト ２（大事なところを聞きとろう編 ３社会科学 ＬＤ発達相談センタ－かながわ かもがわ出版 2015年

3494
知っておきたい気になる子どもの手先の器用さのアセスメント  乳幼児期における発達
障害の理解と支援

３社会科学 尾崎康子 ミネルヴァ書房 2018年
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3495 知っておきたい発達障害の療育  乳幼児期における発達障害の理解と支援 ３社会科学 尾崎康子　三宅篤子 ミネルヴァ書房 2016年

3496 発達障害とキャリア支援 ３社会科学 藤森和美　辻惠介 金剛出版 2014年

3497 知的発達の理論と支援  シリ－ズ支援のための発達心理学 ３社会科学 本郷一夫　湯澤正通 金子書房 2018年

3498 これからの発達障害のアセスメント  ハンディシリ－ズ ３社会科学 黒田美保 金子書房 2015年

3499 発達障害の「本当の理解」とは  ハンディシリ－ズ ３社会科学 市川宏伸 金子書房 2014年

3500 発達障害のある子の社会性とコミュニケ－ションの支援  ハンディシリ－ズ ３社会科学 藤野博 金子書房 2016年

3501 発達障害のある大学生への支援  ハンディシリ－ズ ３社会科学 高橋知音 金子書房 2016年

3502 発達障害の子を育てる親の気持ちと向き合う  ハンディシリ－ズ ３社会科学 中川信子 金子書房 2017年

3503 発達障害の早期発見・早期療育・親支援  ハンディシリ－ズ ３社会科学 本田秀夫 金子書房 2016年

3504
教師と学校が変わる学校コンサルテ－ション  ハンディシリ－ズ　発達障害支援・特別
支援教育ナビ

３社会科学 柘植雅義　奥田健次 金子書房 2018年

3505 発達障害の大学生のためのキャンパスライフＱ＆Ａ ３社会科学 石井京子　池嶋貫二 弘文堂 2017年

3506 ＬＤの子の読み書き支援がわかる本  健康ライブラリ－イラスト版 ３社会科学 小池敏英 講談社 2016年

3507
１５歳までに始めたい！発達障害の子のライフスキル・トレ－ニング  健康ライブラリ－
スペシャル

３社会科学 梅永雄二 講談社 2015年

3508 発達障害に気づいて・育てる完全ガイド  健康ライブラリ－スペシャル ３社会科学 黒澤礼子 講談社 2018年

3509 発達障害の子の脳を育てる運動遊び  健康ライブラリ－スペシャル ３社会科学 柳澤弘樹 講談社 2015年

3510 発達障害の子の立ち直り力「レジリエンス」を育てる本  健康ライブラリ－スペシャル ３社会科学 藤野博　日戸由刈 講談社 2015年

3511 そうだったのか！発達障害の世界 ３社会科学 石川道子 中央法規出版 2015年

3512 発達が気になる子へのスモ－ルステップではじめる生活動作の教え方 ３社会科学 鴨下賢一 中央法規出版 2018年

3513 発達が気になる子への読み書き指導ことはじめ ３社会科学 鴨下賢一 中央法規出版 2016年

3514 性の問題行動をもつ子どものためのワ－クブック ３社会科学 宮口幸治　川上ちひろ（医療社会学） 明石書店 2015年

3515 発達が気になる子の「ステキ」を伸ばすかかわり方 ３社会科学 加藤潔 明石書店 2015年

3516 発達の気になる子の「できた！」が増えるトレ－ニング ３社会科学 橋本美恵　鹿野佐代子 翔泳社 2018年

3517 友だち作りの科学 ３社会科学 エリザベス・Ａ・ロ－ガソン　辻井正次 金剛出版 2017年

3518 発達障害のある高校生・大学生のための上手な体・手指の使い方 ３社会科学 笹田哲 中央法規出版 2018年

3519 発達障害の「教える難しさ」を乗り越える ３社会科学 河野俊一 日本評論社 2017年

3520 発達が気になる子のステキを伸ばす「ことばがけ」 ３社会科学 加藤潔 明石書店 2017年

3521 発達障がいのある子どもへの支援介助法 ３社会科学 廣木道心　斎藤富由起 ナカニシヤ出版 2015年

3522 発達障害児のためのＳＳＴ ３社会科学
ス－ザン・ウィリアムス・ホワイト　梅永
雄二

金剛出版 2016年

3523 東日本大震災と特別支援教育 ３社会科学 田中真理　川住隆一 慶応義塾大学出版会 2016年

3524 発達障害のある子の育ちの支援 ３社会科学 辻井正次 中央法規出版 2016年

3525 発達障害支援の社会学 ３社会科学 木村祐子 東信堂 2015年

3526 神経発達症（発達障害）と思春期・青年期 ３社会科学 古荘純一　古荘純一 明石書店 2014年

3527 困っている子の育ちを支えるヒント ３社会科学 井澗知美 ミネルヴァ書房 2018年

3528 発達障害児と保護者を支える心理アセスメント ３社会科学 古田直樹 ミネルヴァ書房 2018年

3529 発達と保育を支える巡回相談 ３社会科学 金谷京子 金子書房 2018年

3530 ビバ！インクル－ジョン ３社会科学 柴田靖子 現代書館 2016年

3531 どんなに障害が重くとも ３社会科学 明神もと子 大月書店 2015年

3532 特別支援教育と博物館 ３社会科学
駒見和夫　筑波大学附属聴覚特別支援
学校

同成社 2016年

3533 わかりやすく学べる特別支援教育と障害児の心理・行動特性 ３社会科学 河合康　小宮三彌 北樹出版 2018年

3534 「気になる」子どもの社会性発達の理解と支援 ３社会科学 本郷一夫 北大路書房 2018年

3535 よくわかる！大学における障害学生支援 ３社会科学 竹田一則 ジア－ス教育新社 2018年

3536 特別支援（心理）第二研究室 ３社会科学 郷右近歩 ナカニシヤ出版 2017年

3537 知のスイッチ ３社会科学 嶺重慎　広瀬浩二郎 岩波書店 2019年

3538 発達障害サポ－ト入門 ３社会科学 古荘純一 教文館 2018年
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3539 思春期・青年期トラブル対応ワ－クブック ３社会科学 小栗正幸　特別支援教育ネット 金剛出版 2019年

3540 ２Ｅ教育の理解と実践 ３社会科学 松村暢隆 金子書房 2018年

3541 言葉への道 ３社会科学 遠藤司 春風社 2017年

3542 障がい者が学び続けるということ ３社会科学 田中良三　藤井克徳 新日本出版社 2016年

3543 社会的ライフスキルを育む ３社会科学 吉井勘人　長崎勤 川島書店 2015年

3544 養護教諭のための発達障害児の学校生活を支える教育・保健マニュアル ３社会科学 鎌塚優子　柘植雅義 診断と治療社 2015年

3545 気になる子どもの保育の基本あい・あい保育向上プログラム ３社会科学
あいち小児保健医療総合センタ－　今
本利一

診断と治療社 2015年

3546 障害児の音楽療法 ３社会科学 土野研治 春秋社 2014年

3547 心の発達支援シリ－ズ １ ３社会科学 永田雅子　松本真理子 明石書店 2016年

3548 心の発達支援シリ－ズ ２ ３社会科学 野邑健二　永田雅子 明石書店 2016年

3549 心の発達支援シリ－ズ ３ ３社会科学 野邑健二　永田雅子 明石書店 2016年

3550 心の発達支援シリ－ズ ６ ３社会科学 松本真理子　永田雅子 明石書店 2016年

3551 インクル－シブ教育の源流 ３社会科学 二見妙子 現代書館 2017年

3552 視覚・聴覚・言語障害児の医療・療育・教育 ３社会科学 今野正良　長崎勤 金芳堂 2011年

3553 聴覚障害児の学習と指導 ３社会科学 四日市章　鄭仁豪 明石書店 2018年

3554 日本手話で学ぶ手話言語学の基礎 ３社会科学 松岡和美 くろしお出版 2015年

3555 日本の手話・形で覚える手話入門 ３社会科学 竹村茂　たかねきゃら ジア－ス教育新社 2015年

3556 手話を生きる ３社会科学 斉藤道雄 みすず書房 2016年

3557 使える！医療手話 ３社会科学 藤岡哲弥　ナカムラヒロユキ 学研メディカル秀潤社 2014年

3558 わたしたちの手話　学習辞典　Ⅰ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3559 わたしたちの手話　学習辞典　Ⅱ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3560 わたしたちの手話① ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3561 わたしたちの手話② ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3562 わたしたちの手話③ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3563 わたしたちの手話④ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3564 わたしたちの手話⑧ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3565 わたしたちの手話⑩ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3566 わたしたちの手話続１ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3567 スポーツ用語 ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3568 新しい手話Ⅰ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3569 新しい手話Ⅱ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3570 新しい手話Ⅲ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3571 新しい手話Ⅳ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3572 新しい手話２０１7 ３社会科学 全日本ろうあ連盟 2017年

3573 新しい手話２０１8 ３社会科学 全日本ろうあ連盟 2018年

3574 新しい手話２０１９ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 2019年

3575 医療①　手話で必見！医療のすべて＜外来編＞ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3576 医療②　手話で必見！医療のすべて＜人間ドック・健診編＞ ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3577 医療③　手話で必見！医療のすべて<特定健康診査・特定保健指導編> ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3578 医療別冊　手話でわかりやすい体と病気 ３社会科学 全日本ろうあ連盟 —

3579 DVD　医療①　手話で必見！医療のすべて＜外来編＞ ３社会科学 全日本ろうあ連盟

3580 DVD　医療別冊　手話でわかりやすい体と病気 ３社会科学 全日本ろうあ連盟

3581 よくわかる！聴覚障害者への合理的配慮とは？ ３社会科学 全日本ろうあ連盟

3582 手話を学ぶ人のために ３社会科学 全日本ろうあ連盟
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3583 使える！スポーツ手話ハンドブック ３社会科学 全日本ろうあ連盟

3584 DVDで楽しく学べる　はじめて出会う手話 ３社会科学 全日本ろうあ連盟

3585 肢体不自由児の医療・療育・教育 ３社会科学 沖高司　岡川敏郎 金芳堂 2015年

3586 病弱・虚弱児の医療・療育・教育 ３社会科学 宮本信也　土橋圭子 金芳堂 2015年

3587 自閉症とアスペルガ－症候群対応ハンドブック ３社会科学 仁平説子 東北大学出版会 2018年

3588 知的障害・発達障害のある子どもの面接ハンドブック ３社会科学
アン・クリスティン・セ－デルボリ　クラ－
ラ・ヘルネル・グンペルト

明石書店 2014年

3589 ふれあいペアレントプログラム ３社会科学 尾崎康子 ミネルヴァ書房 2018年

3590 自閉スペクトラム症の展開 ３社会科学 寺山千代子　寺山洋一 金剛出版 2016年

3591 学習障がいのある児童・生徒のための外国語教育 ３社会科学 竹田契一　ジュディット・コ－モス 明石書店 2017年

3592 ケ－スで学ぶ自閉症スペクトラム障害と性ガイダンス ３社会科学 田宮聡 みすず書房 2019年

3593 感情への自然主義的アプロ－チ ３社会科学 須田治 金子書房 2017年

3594 自閉症児に対する日常の文脈を用いた言語指導 ３社会科学 関戸英紀 川島書店 2016年

3595 学習障害のある子どもを支援する ３社会科学 宮本信也 日本評論社 2019年

3596 愛着と共感による自閉スペクトラム症（ＡＳＤ）児の発達支援 ３社会科学 廣利吉治 福村出版 2018年

3597 自閉スペクトラム症の医療・療育・教育 ３社会科学 金生由紀子　渡邉慶一郎 金芳堂 2016年

3598 イラストでよくわかる知的障害・発達障害のある子どもへのコミュニケ－ション支援 ３社会科学 湯汲英史 診断と治療社 2016年

3599 困った行動が教えてくれる自閉症スペクトラムの支援 ３社会科学 藤原加奈江 診断と治療社 2009年

3600 自閉症スペクトラムの子を育てる家族への理解 ３社会科学 原佐知子　梅永雄二 金子書房 2014年

3601 自閉症と豊かな暮らし ３社会科学 石田易司　竹内靖子 晃洋書房 2014年

3602 生涯学習概論  ライブラリ－図書館情報学 ３社会科学 渡部幹雄 学文社 2016年

3603 社会教育福祉の諸相と課題 ３社会科学 松田武雄 大学教育出版 2015年

3604 生涯学習概論 ３社会科学 鈴木眞理（社会教育学）　馬場祐次朗 樹村房 2014年

3605 日本の文化施設を歩く  文化とまちづくり叢書 ３社会科学 松本茂章 水曜社 2015年

3606 「学びの公共空間」としての公民館 ３社会科学 佐藤一子 岩波書店 2018年

3607 社会的困難を生きる若者と学習支援 ３社会科学 岩槻知也　棚田洋平 明石書店 2016年

3608 若者のキャリア形成 ３社会科学 経済協力開発機構　菅原良 明石書店 2017年

3609 地方創生“熱中小学校”の果てしなき挑戦 ３社会科学 滝田誠一郎 辰巳出版 2018年

3610 高齢者が動けば社会が変わる ３社会科学 ＮＰＯ法人大阪府高齢者大学校 ミネルヴァ書房 2017年

3611 シニア学びの群像 ３社会科学 木下康仁 弘文堂 2018年

3612 地域ブランド・マネジメント ３社会科学 電通ａｂｉｃｐｒｏｊｅｃｔ：和田充夫 有斐閣 2009年

3613 モバイル・マ－ケティング ３社会科学 恩蔵直人：及川直彦 日本経済新聞出版社 2008年

3614 コトラ－のマ－ケティング・コンセプト ３社会科学 フィリップ・コトラ－：恩蔵直人 東洋経済新報社 2003年

3615 マ－ケティング 第２版 日経文庫 ３社会科学 恩蔵直人 日本経済新聞出版社 2019年

3616 マ－ケティング用語辞典  日経文庫 ３社会科学 和田充夫：日本マ－ケティング協会 日本経済新聞出版社 2005年

3617 １からのマ－ケティング分析 ３社会科学 恩蔵直人：冨田健司
碩学舎(発売：中央経済グ
ル－プパブ)

2011年

3618 感情マ－ケティング：感情と理性の消費者行動 ３社会科学 アルジュン・チョ－ドリ－：恩蔵直人 千倉書房 2007年

3619 医療福祉経営入門 ３社会科学 裕治, 三田寺 みらい 2019年

3620 医療経営コンサルタントが紐解く 病院経営のしくみ ３社会科学 平田 二朗 マイナビ 2014年

3621 働きやすい職場をつくる 医療現場の労務管理 ３社会科学 坂上和芳 秀和システム 2018年

3622
今すぐできる! 失敗しない患者クレーム対応術 (医療経営ブックレット08 医療経営士の
ための現場力アップシリーズ8)

３社会科学 原聡彦 日本医療企画 2013年

3623 医療経営におけるホスピタリティ価値: 経営学の視点で医師と患者の関係を問い直す ３社会科学 敬典, 吉原 白桃書房 2016年

3624 個人情報保護法のしくみ ３社会科学 日置巴美　板倉陽一郎 商事法務 2017年

3625 ＡＩ自治体 ３社会科学 井熊均　井上岳一 学陽書房 2018年

3626 地方自治体の内部統制 ３社会科学 石川恵子 中央経済社 2017年
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3627 わがまち再生プロジェクト ３社会科学 桑子敏雄 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2016年

3628 地域創生成功の方程式 ３社会科学 木村俊昭 ぎょうせい 2016年

3629 「地方創生」へのまちづくり・ひとづくり ３社会科学 袖井孝子　佐藤滋 ミネルヴァ書房 2016年

3630 住み継がれる集落をつくる ３社会科学 山崎義人　佐久間康富 学芸出版社（京都） 2017年

3631 地域づくりのプラットフォ－ム ３社会科学 飯盛義徳 学芸出版社（京都） 2015年

3632 キ－ワ－ドで読み解く地方創生 ３社会科学 みずほ総合研究所 岩波書店 2018年

3633 地域メンテナンス論 ３社会科学 竹内裕二 晃洋書房 2018年

3634 ドラッカ－名言集：決定版 ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：
上田惇生

ダイヤモンド社 2010年

3635 歴史の哲学：そこから未来を見る  ドラッカ－名言集 ３社会科学
ピーター・ファーディナンド・ドラッカー：
上田惇生

ダイヤモンド社＊ 2003年

3636 変革の哲学：変化を日常とする  ドラッカ－名言集 ３社会科学
ピーター・ファーディナンド・ドラッカー：
上田惇生

ダイヤモンド社＊ 2003年

3637 仕事の哲学：最高の成果をあげる  ドラッカ－名言集 ３社会科学
ピーター・ファーディナンド・ドラッカー：
上田惇生

ダイヤモンド社＊ 2003年

3638 経営の哲学：いま何をなすべきか  ドラッカ－名言集 ３社会科学
ピーター・ファーディナンド・ドラッカー：
上田惇生

ダイヤモンド社＊ 2003年

3639 経営の未来を見誤るな：デジタル人本主義への道 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2000年

3640 デジタル人本主義への道：経営の未来を見誤るな  日経ビジネス人文庫 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2009年

3641 経営を見る眼：日々の仕事の意味を知るための経営入門 ３社会科学 伊丹敬之【著】 東洋経済新報社 2007年

3642 経営の美学：日本企業の新しい型と理を求めて ３社会科学 野中郁次郎：嶋口充輝 日本経済新聞出版社 2007年

3643 経営者に贈る５つの質問 第２版 ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディ・ドラッカ－：上田惇
生

ダイヤモンド社 2017年

3644 経営者に贈る５つの質問 ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：
上田惇生

ダイヤモンド社 2009年

3645 孫子に経営を読む ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2014年

3646 エセ理詰め経営の嘘  日経プレミアシリ－ズ ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2010年

3647 ビジネススク－ル流「知的武装講座」．ｐａｒｔ　３ ３社会科学 伊丹敬之 プレジデント社 2006年

3648 ビジネススク－ル流「知的武装講座」 ３社会科学 伊丹敬之 プレジデント社 2004年

3649 一橋大学ビジネススク－ル「知的武装講座」 ３社会科学 伊丹敬之 プレジデント社 2002年

3650 ドラッカ－とシュンペ－タ－：資本主義の未来をいかに見てきたか ３社会科学 ドラッカ－の窓から明日を考える研究会 高陵社書店 2013年

3651 よき経営者の姿  日経ビジネス人文庫 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2013年

3652 日本企業にいま大切なこと  ＰＨＰ新書 ３社会科学 野中郁次郎：遠藤功 ＰＨＰ研究所 2011年

3653 「日本の経営」を創る：社員を熱くする戦略と組織 ３社会科学 三枝匡：伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2008年

3654 アジア最強の経営を考える：世界を席巻する日中韓企業の戦い方 ３社会科学 野中郁次郎：徐方啓 ダイヤモンド社 2013年

3655 日本型コ－ポレ－トガバナンス：従業員主権企業の論理と改革 ３社会科学 伊丹敬之 日本経済新聞出版社 2000年

3656 経営と国境 ３社会科学 伊丹敬之 白桃書房 2004年

3657
われわれはいかに働きどう生きるべきか：ドラッガ－が語りかける毎日の心得、そして
ハウツ－

３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：
上田惇生

ダイヤモンド社 2017年

3658 ＤＶＤだからわかるドラッカ－のマネジメント理論：実践型マネジメントワ－クブック ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：
ピ－タ－・Ｍ．センゲ

宝島社 2011年

3659 プロフェッショナルの原点 ３社会科学
ピーター・ファーディナンド・ドラッカー：
ジョゼフ・Ａ．マチャレロ

ダイヤモンド社＊ 2008年

3660 全員経営：ハイパフォ－マンスを生む現場１３のケ－ススタディ  日経ビジネス人文庫 ３社会科学 野中郁次郎：勝見明 日本経済新聞出版社 2017年

3661 決断の条件：マネジメント力を鍛える実践ケ－ス５０ ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：
ジョゼフ・Ａ．マチャレロ

ダイヤモンド社 2013年

3662 日本の持続的成長企業：「優良＋長寿」の企業研究 ３社会科学
野中郁次郎【監】：リクルートマネジメント
ソリューションズ

東洋経済新報社 2010年

3663 場のマネジメント実践技術：職場の「壁」を壊し、組織統合の「壁」を乗り越える ３社会科学
伊丹敬之：日本能率協会コンサルティン
グ

東洋経済新報社 2010年

3664 自分を成長させる極意：ハ－バ－ド・ビジネス・レビュ－ベスト１０選 ３社会科学
ピ－タ－・ファ－ディナンド・ドラッカ－：ク
レイトン・Ｍ．クリステンセン

ダイヤモンド社 2016年

3665 先生、イノベ－ションって何ですか？ ３社会科学 伊丹敬之 ＰＨＰ研究所 2015年

3666 ケ－スブック経営戦略の論理 ３社会科学 伊丹敬之：西野和美 日本経済新聞出版社 2004年

3667 企業戦略白書：日本企業の戦略分析：２００４．４ ３社会科学 伊丹敬之：一橋大学 東洋経済新報社 2005年

3668 企業戦略白書：日本企業の戦略分析：２００３．３ ３社会科学 伊丹敬之：一橋大学 東洋経済新報社 2004年

3669 企業戦略白書：日本企業の戦略分析：２００２．２ ３社会科学 伊丹敬之：一橋大学 東洋経済新報社 2003年

3670 企業戦略白書：日本企業の戦略分析：２００１．１ ３社会科学 伊丹敬之：一橋大学 東洋経済新報社 2002年
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3671 テクノロジストの条件：ものづくりが文明をつくる ３社会科学
ピーター・ファーディナンド・ドラッカー：
上田惇生

ダイヤモンド社＊ 2005年

3672 知識経営のすすめ：ナレッジマネジメントとその時代  ちくま新書 ３社会科学 野中郁次郎：紺野登 筑摩書房 1999年

3673 富士通の知的「現場」改革：事例にみるワ－クスタイル変革の実践 ３社会科学 黒瀬邦夫：野中郁次郎 ダイヤモンド社 2005年

3674 技術経営の常識のウソ ３社会科学 伊丹敬之：東京理科大学ＭＯＴ研究会 日本経済新聞出版社 2010年

3675 日本の技術経営に異議あり：現場からの告発 ３社会科学 伊丹敬之：東京理科大学ＭＯＴ研究会 日本経済新聞出版社 2009年

3676 技術を武器にする経営：日本企業に必要なＭＯＴとは何か ３社会科学 伊丹敬之：宮永博史 日本経済新聞出版社 2014年

3677 不常識の経営が日本を救う ３社会科学 伊丹敬之：東京理科大学ＭＯＴ研究会 日本経済新聞出版社 2012年

3678 組織を救うリ－ダ－シップの条件：ドラッカ－独占インタビュ－ ３社会科学 リ－ダ－・トゥ－・リ－ダ－研究所 廣済堂出版 2010年

3679 組織は人なり ３社会科学 東京電力株式会社：野中郁次郎 ナカニシヤ出版 2009年

3680 人はなぜ集団になると怠けるのか：「社会的手抜き」の心理学 中公新書 ３社会科学 釘原直樹【著】 中央公論新社 2013年

3681 ２０１０年「小売維新」：自由化、高齢化、情報化で小売業は変わる ３社会科学 和田充夫：小売経営研究会 中央経済社 1999年

3682 マ－ケティングに強くなる  ちくま新書 ３社会科学 恩蔵直人 筑摩書房 2017年

3683 Ｒ３コミュニケ－ション：Ｒｅｌｅｖａｎｃｅ，Ｒｅｐｕｔａｔｉｏｎ，Ｒｅｌａ ３社会科学 恩蔵直人：井上一郎 宣伝会議 2011年

3684 マ－ケティング  日経文庫 ３社会科学 恩蔵直人 日本経済新聞出版社 2004年

3685 医療・介護施設経営者のための 水道光熱費を劇的に削減する方法 ３社会科学 柴 芳郎 幻冬舎 2019年

3686
今すぐできる! 患者が集まる接遇術 (医療経営ブックレット07 医療経営士のための現
場力アップシリーズ7)

３社会科学 白梅英子 日本医療企画 2013年

3687 医療戦略の本質 価値を向上させる競争 ３社会科学
マイケル・E. ポーター、 エリザベス・オ
ルムステッド テイスバーグ

日経BP 2009年

3688
職員トラブルを未然に防ぐ 医療機関のための人事労務管理術 (医療経営士実践テキ
ストシリーズ4)

３社会科学 服部英治 日本医療企画 2013年

3689
今すぐできる! ゼロから学べる財務会計入門 (医療経営ブックレット04 医療経営士のた
めの現場力アップシリーズ4)

３社会科学 梅原隆 日本医療企画 2013年

3690
今すぐできる! 患者が集まる病院広報戦略 (医療経営ブックレット06 医療経営士のた
めの現場力アップシリーズ6)

３社会科学 山田隆司、 大塚光宏 日本医療企画 2013年

3691 オールカラー図解 病院のすべてがわかる! ３社会科学 コンパッソ税理士法人 ナツメ社 2017年

3692 医療・社会福祉法人「経営変革」の教科書 ３社会科学 渡辺 充彦、 竹重 俊文 日本実業出版社 2016年

3693
医業経営を“最適化”させる36メソッド: 機能選択・経営マネジメント・診療報酬の最適化
マニュアル

３社会科学 大介, 小松 医学通信社 2017年

3694 医療マーケティングの革新 ３社会科学 恩蔵 直人、 岩下 仁 有斐堂 2018年

3695
だれでもわかる!医療現場のための病院経営のしくみ―医療制度から業務管理・改善
の手法まで、現場が知りたい10のテーマ

３社会科学
木村 憲洋、 医療現場を支援する委員
会

日本医療企画 2014年

3696 医療・介護問題を読み解く (日経文庫) ３社会科学 池上 直己 日本経済新聞社 2014年

3697
今すぐできる! 問題解決型思考を身につける基本スキル (医療経営ブックレット01 医療
経営士のための現場力アップシリーズ1)

３社会科学 田中智恵子、 高橋啓 日本医療企画 2013年

3698 新入職員のための病院・診療所経営入門‐ゼロから学ぶレセプトと簿記・経営分析‐ ３社会科学 太田 佑馬、 須藤 芳正 大学教育出版 2019年

3699 ヘルスケア産業のデジタル経営革命 ３社会科学 ジェフ・エルトン、 アン・オリオーダン 日経BP 2017年

3700 訪問看護事業 成功の条件 ３社会科学 浜中 俊哉 幻冬舎 2018年

3701 わかりやすい公衆衛生学 ３社会科学 三共出版 2015年

3702 経営戦略の基本 ３社会科学 ㈱日本総合研究所経営戦略研究会 日本実業出版社 2008年

3703 国際政治史 ３社会科学 岡義武著 岩波書店 2009年

3704 国際政治（上） ３社会科学 ハンス・モーゲンソー著（原琳久訳） 岩波書店 2013年

3705 国際政治（中） ３社会科学 ハンス・モーゲンソー著（原琳久訳） 岩波書店 2013年

3706 国際政治（下） ３社会科学 ハンス・モーゲンソー著（原琳久訳） 岩波書店 2013年

3707 危機の二十年 ３社会科学 E.H.カー著（原琳久訳 岩波書店 2011年

3708 覇権後の国際政治経済学 ３社会科学
ロバート・コヘイン著（石黒馨・小林誠
訳）

晃洋書房

3709 国際政治の理論 ３社会科学 ケネス・ウォルツ著（河野勝訳） 勁草書房 2010年

3710 日米経済摩擦の政治経済学 ３社会科学 スティーブ・クラズナー著（高中公男訳） 時潮社 1995年

3711 マーケティング論 ３社会科学 セオドア・レビット著 ダイヤモンド社 2007年

3712 マーケティング・マネジメント ３社会科学 フィリップ・コトラー／ケビン・ケラー著
ピアソン・エデュケーショ
ン

2014年

3713 経営論 ３社会科学 クレイトン・クリステンセン著 ダイヤモンド社 2013年

3714 ボランティア論‐「広がり」から「深まり」へみらい、2010年 ３社会科学 柴田謙治、・原田正樹・名賀亨編 みらい 2010年
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3715 「偶然」の統計学  ハヤカワ・ノンフィクション ４自然科学 デイヴィッド・Ｊ・ハンド　松井　信彦 早川書房 2015年

3716 科学用語図鑑 ４自然科学 水谷淳　小幡彩貴 河出書房新社 2019年

3717 科学論文のミスコンダクト ４自然科学 山崎茂明 丸善出版 2015年

3718 科学はなぜわかりにくいのか  知の扉シリ－ズ ４自然科学 吉田伸夫 技術評論社 2018年

3719 来たるべき内部観測  講談社選書メチエ ４自然科学 松野孝一郎 講談社 2016年

3720 実践する科学の倫理 ４自然科学 梶谷剛　浅井篤 社会評論社 2018年

3721 科学史・科学論 ４自然科学 柴田和子 共立出版 2014年

3722 日本語の科学が世界を変える  筑摩選書 ４自然科学 松尾義之 筑摩書房 2015年

3723 科学と社会 ４自然科学 岡本拓司 サイエンス社 2014年

3724 フロントランナ－挑戦する科学者 ４自然科学 日経サイエンス編集部 日経サイエンス社 2014年

3725 ナチュラリスト ４自然科学 福岡伸一 新潮社 2018年

3726 サイエンス・ブック・トラベル ４自然科学 山本貴光 河出書房新社 2015年

3727 科学の現場  河出ブックス ４自然科学 坂井克之 河出書房新社 2015年

3728 科学の困ったウラ事情  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 有田正規 岩波書店 2016年

3729 科学者の目、科学の芽  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 岩波書店 岩波書店 2016年

3730 極大と極小への冒険 ４自然科学 デ－ヴィド・ブラットナ－　柴田裕之 紀伊國屋書店 2014年

3731 なぜ科学が豊かさにつながらないのか？ ４自然科学 矢野誠　中澤正彦 慶応義塾大学出版会 2015年

3732 なぜ科学はスト－リ－を必要としているのか ４自然科学 ランディ・オルソン　坪子理美 慶応義塾大学出版会 2018年

3733 ニセ科学を見抜くセンス ４自然科学 左巻健男 新日本出版社 2015年

3734 科学の今を読む ４自然科学 中村秀生　間宮利夫 新日本出版社 2016年

3735 サイエンス小話 続 ４自然科学 中西載慶 東京農業大学出版会 2016年

3736 我々みんなが科学の専門家なのか？  叢書・ウニベルシタス ４自然科学 ハリ－・コリンズ　鈴木俊洋 法政大学出版局 2017年

3737 サイエンスコミュニケ－ションのはじめかた ４自然科学 国立科学博物館 丸善出版 2017年

3738 ちくま科学評論選 ４自然科学 岩間輝生　坂口浩一 筑摩書房 2018年

3739 科学と社会の対話 ４自然科学 吉川弘之　科学技術振興機構 丸善出版 2017年

3740 科学者、あたりまえを疑う ４自然科学 佐藤文隆 青土社 2016年

3741 科学者には世界がこう見える ４自然科学 佐藤文隆 青土社 2014年

3742 サイエンス・ネクスト ４自然科学 ジム・アル・カリ－リ　鍛原多惠子 河出書房新社 2018年

3743
理系学生が一番最初に読むべき！英語科学論文の書き方：ＩＭＲａＤでわかる科学論
文の構造

４自然科学 片山晶子：中嶋隆浩 中山書店 2017年

3744 若き科学者へ ４自然科学
ピ－タ－・ブライアン・メダワ－　鎮目恭
夫

みすず書房 2016年

3745 なぜあなたの発表は伝わらないのか？ ４自然科学 佐藤雅昭 メディカルレビュ－社 2017年

3746 国際論文Ｅｎｇｌｉｓｈ投稿ハンドブック ４自然科学 Ｃ．Ｓ．ラングハム 医歯薬出版 2016年

3747 はじめての研究生活マニュアル ４自然科学 西澤幹雄 化学同人 2015年

3748 誰も教えてくれなかった実験ノ－トの書き方 ４自然科学 野島高彦 化学同人 2017年

3749 理系のための文章術入門 ４自然科学 西出利一 化学同人 2015年

3750 理系大学生活ハンドブック ４自然科学 原田淳 化学同人 2017年

3751 ポイントで学ぶ科学英語論文の書き方 ４自然科学 小野義正 丸善出版 2016年

3752 科学の健全な発展のために ４自然科学 日本学術振興会 丸善出版 2015年

3753 国際誌エディタ－が教えるアクセプトされる論文の書きかた ４自然科学 上出洋介 丸善出版 2014年

3754 科学者の社会的責任  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 藤垣裕子 岩波書店 2018年

3755 科学論文の英語用法百科 第２編 ４自然科学 グレン・パケット 京都大学学術出版会 2016年

3756 これから論文を書く若者のために ４自然科学 酒井聡樹 共立出版 2015年

3757 Ｊｕｄｙ先生の成功する理系英語プレゼンテ－ション ４自然科学 野口ジュディ－　照井雅子 講談社 2014年

3758 英語論文ライティング教本 ４自然科学 中山裕木子 講談社 2018年
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3759 理系のためのレポ－ト・論文完全ナビ ４自然科学 見延庄士郎 講談社 2016年

3760 サイトオルガニズム発生説 第３巻 ４自然科学 猪岡尚志 大学教育出版 2018年

3761 通じる！科学英語論文・ライティングのコツ ４自然科学 尾鍋智子 大阪大学出版会 2015年

3762 利益相反とは何か ４自然科学 新谷由紀子 筑波大学出版会 2015年

3763 書ける！理系英語例文７７ ４自然科学 斎藤恭一　ハナコ・ベンソン 朝倉書店 2015年

3764 研究者として生きるとはどういうことか  科学のとびら ４自然科学 杉山幸丸 東京化学同人 2018年

3765 科学者の研究倫理 ４自然科学 田中智之　小出隆規 東京化学同人 2018年

3766 科学の技法 ４自然科学
東京大学教養教育高度化機構初年次
教育部門　増田建

東京大学出版会 2017年

3767 価値創出をになう人材の育成  横幹〈知の統合〉シリ－ズ ４自然科学 本多敏　旭岡叡峻 東京電機大学出版局 2016年

3768 研究倫理の確立を目指して  高等教育ライブラリ ４自然科学 東北大学高度教養教育・学生支援機構 東北大学出版会 2015年

3769 研究発表ですぐに使える理系の英語プレゼンテ－ション ４自然科学 島村東世子 日刊工業新聞社 2017年

3770 日経サイエンスで鍛える科学英語　医療・健康編 ４自然科学 日経サイエンス編集部 日経サイエンス社 2017年

3771 理系ジェネラリストへの手引き ４自然科学 岡村定矩　三浦孝夫 日本評論社 2015年

3772 論文を書くための科学の手順 ４自然科学 山田俊弘 文一総合出版 2018年

3773 テツヤ、ディスカッションしようか  理系英会話アクティブラ－ニング ４自然科学 キョウタ・コ　シモン・ジレット 羊土社 2014年

3774 テツヤ、国際学会いってらっしゃい  理系英会話アクティブラ－ニング ４自然科学 キョウタ・コ　シモン・ジレット 羊土社 2014年

3775 ライフハックで雑用上等 ４自然科学 阿部章夫 羊土社 2014年

3776 研究者のための思考法１０のヒント ４自然科学 島岡要 羊土社 2014年

3777 行動しながら考えよう ４自然科学 島岡要 羊土社 2017年

3778 論文・レポ－トを読み書きするための理系基礎英語 ４自然科学 臼井俊雄 技術評論社 2018年

3779 マルコム先生の書いて身につく科学英語ライティング ４自然科学 マルコム・フィッツア－ル　西澤伊津子 京都大学学術出版会 2015年

3780 研究者のコピペと捏造 ４自然科学 時実象一 樹村房 2018年

3781 アブストラクトで学ぶ理系英語構造図解５０ ４自然科学 斎藤恭一　梅野太輔 朝倉書店 2017年

3782 研究者・技術者のための文書作成・プレゼンメソッド ４自然科学 池川隆司 日本評論社 2018年

3783 理系英語で使える強力動詞６０ ４自然科学 太田真智子　斎藤恭一 朝倉書店 2015年

3784 理工系学生のための日本語表現法 ４自然科学 森下稔　大岡紀理子 東信堂 2016年

3785 論文・学会発表に役立つ！研究者のためのＩｌｌｕｓｔｒａｔｏｒ素材集 ４自然科学 田中佐代子 化学同人 2018年

3786 はじめてでもできてしまう科学英語プレゼン ４自然科学 フィリップ・ホ－ク　太田敏郎 羊土社 2018年

3787 国際学会Ｅｎｇｌｉｓｈポスタ－発表 ４自然科学 Ｃ．Ｓ．ラングハム 医歯薬出版 2013年

3788 最新ＥｎｄＮｏｔｅ活用ガイドデジタル文献整理術 ４自然科学 讃岐美智義 克誠堂出版 2018年

3789 科学論文はこう作る！ ４自然科学 児島将康 中外医学社 2015年

3790 日本人研究者のための１２０％伝わる英語対話術 ４自然科学 浦野文彦　マ－ジョリ－・ウィッタカ－ 羊土社 2013年

3791 日本人研究者のための絶対できる英語プレゼンテ－ション ４自然科学
フィリップ・ホ－ク　ロバ－ト・Ｆ．ホイッ
ティア－

羊土社 2011年

3792 ラボノ－トの書き方 ４自然科学 岡崎康司　隅藏康一 羊土社 2012年

3793 図解でわかる！理工系のためのよい文章の書き方 ４自然科学 福地健太郎　園山隆輔 翔泳社 2019年

3794 科学の不定性と社会 ４自然科学 本堂毅　平田光司 信山社出版 2017年

3795 ぜったい成功する！はじめての学会発表 ４自然科学 西澤幹雄 化学同人 2017年

3796 〈即戦力になる〉実験ノ－ト入門  わかる基礎入門シリ－ズ ４自然科学 吉村忠与志 技術評論社 2016年

3797 初歩からの数学 １ ４自然科学
レイモンド・Ａ．バ－ネット　マイケル・Ｒ．
ジ－グラ－

丸善出版 2015年

3798 初歩からの数学 ２ ４自然科学
レイモンド・Ａ．バ－ネット　マイケル・Ｒ．
ジ－グラ－

丸善出版 2015年

3799 初歩からの数学 ３ ４自然科学
レイモンド・Ａ．バ－ネット　マイケル・Ｒ．
ジ－グラ－

丸善出版 2015年

3800 ラマヌジャン探検  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 黒川信重 岩波書店 2017年

3801 ひとけたの数に魅せられて ４自然科学 岩波書店 2016年

3802 数学魔術師ベンジャミンの教室 レベル１ ４自然科学 ア－サ－・ベンジャミン　熊谷玲美 岩波書店 2016年
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3803 数学魔術師ベンジャミンの教室 レベル２ ４自然科学 ア－サ－・ベンジャミン　熊谷玲美 岩波書店 2016年

3804 数学の誘惑 ４自然科学 クリストフ・ドレッサ－　福原美穂子 講談社 2016年

3805 「ゆらぎ」と「遅れ」  新潮選書 ４自然科学 大平徹 新潮社 2015年

3806 現象数理学の冒険  明治大学リバティブックス ４自然科学 三村昌泰 明治大学出版会 2015年

3807 おもしろいほど数学センスが身につく本 ４自然科学 橋本道雄 講談社 2016年

3808 社会科学系学生のための基礎数学 ４自然科学 塩出省吾　上野信行 共立出版 2017年

3809 数学×思考＝ざっくりと ４自然科学 竹内薫 丸善出版 2014年

3810 おいしい数学 ４自然科学 ジェ－ムズ・Ｍ．ヘンレ　水原文 岩波書店 2016年

3811 数って不思議！！・・・∞  孫と一緒にサイエンス ４自然科学 蟹江幸博 近代科学社 2018年

3812 数学する身体 ４自然科学 森田真生 新潮社 2015年

3813 デ－タを正しく見るための数学的思考 ４自然科学 ジョ－ダン・エレンバ－グ　松浦俊輔 日経ＢＰ社 2015年

3814 数学パズル事典 ４自然科学 上野富美夫 東京堂出版 2016年

3815 コンピュ－タと数学  現代基礎数学 ４自然科学 高橋正子 朝倉書店 2016年

3816 Ｐ≠ＮＰ予想とはなんだろう ４自然科学 ランス・フォ－トナウ　水谷淳 日本評論社 2014年

3817 おもしろパラドックス ４自然科学 ゲイリ－・ヘイデン　マイケル・ピカ－ド 創元社 2016年

3818 情報理論のための数理論理学  数学のかんどころ ４自然科学 板井昌典 共立出版 2017年

3819 小数と対数の発見 ４自然科学 山本義隆 日本評論社 2018年

3820 江戸時代の数学最前線  知の扉シリ－ズ ４自然科学 小川束　森本光生 技術評論社 2014年

3821 理工系のための線形代数 ４自然科学 高木悟　長谷川研二 培風館 2016年

3822 巨大数  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 鈴木真治（数学） 岩波書店 2016年

3823 入門経済学のための微分・積分 ４自然科学 小宮英敏 東洋経済新報社 2015年

3824 微分積分学の誕生 ４自然科学 高瀬正仁 ＳＢクリエイティブ 2015年

3825 自然現象から学ぶ微分方程式 ４自然科学 森真 共立出版 2016年

3826 理系の言葉 ４自然科学 土岐博　兼松泰男 大阪大学出版会 2015年

3827 数学理性の音楽 ４自然科学 岡本和夫　薩摩順吉 東京大学出版会 2015年

3828 スタンダ－ド工学系のベクトル解析 ４自然科学 宮本智之　植之原裕行 講談社 2014年

3829 Ｒで学ぶ統計デ－タ分析 ４自然科学 本橋永至 オ－ム社 2015年

3830 Ｒによる実証分析 ４自然科学 星野匡郎　田中久稔 オ－ム社 2016年

3831 Ｒによる多変量解析入門 ４自然科学 川端一光　岩間徳兼 オ－ム社 2018年

3832 ＳＡＳ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　Ｇｕｉｄｅ アンケ－ト解析編 ４自然科学
高柳良太　ＳＡＳ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　Ｊａｐａｎ株
式会社

オ－ム社 2014年

3833 ＳＡＳ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　Ｇｕｉｄｅ 多変量解析編 ４自然科学
高柳良太　ＳＡＳ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　Ｊａｐａｎ株
式会社

オ－ム社 2014年

3834 ＳＡＳ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　Ｇｕｉｄｅ 基本操作・デ－タ編集編 ４自然科学
高柳良太　ＳＡＳ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　Ｊａｐａｎ株
式会社

オ－ム社 2014年

3835 ＳＡＳ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　Ｇｕｉｄｅ 基本統計編 ４自然科学
高柳良太　ＳＡＳ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　Ｊａｐａｎ株
式会社

オ－ム社 2014年

3836 ＳＰＳＳによるロジスティック回帰分析 ４自然科学 内田治 オ－ム社 2016年

3837 ＳＰＳＳによる応用多変量解析 ４自然科学 三輪哲　林雄亮 オ－ム社 2014年

3838 デ－タサイエンス入門 ４自然科学 上藤一郎　西川浩昭 オ－ム社 2018年

3839 ベイズ推定入門 ４自然科学 大関真之 オ－ム社 2018年

3840 やさしく学ぶＳＰＳＳによる統計解析 ４自然科学 石村光資郎 オ－ム社 2014年

3841 見えないものをさぐる－それがベイズ ４自然科学 藤田一弥　フォワ－ドネットワ－ク オ－ム社 2015年

3842 挫折しない統計学入門 ４自然科学 浅野晃 オ－ム社 2017年

3843 対応分析入門 ４自然科学 ステン・エリック・クラウセン　藤本一男 オ－ム社 2015年

3844 統計学図鑑 ４自然科学 栗原伸一　丸山敦史 オ－ム社 2017年

3845 ゼロからはじめるデ－タサイエンス ４自然科学 ジョエル・グルス　菊池彰 オライリ－・ジャパン 2017年

3846 デ－タサイエンスのための統計学入門 ４自然科学
ピ－タ－・ブル－ス　アンドリュ－・ブル
－ス

オライリ－・ジャパン 2018年
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3847 デ－タサイエンス講義 ４自然科学 レイチェル・シャット　キャシ－・オニ－ル オライリ－・ジャパン 2014年

3848 戦略的デ－タサイエンス入門 ４自然科学
フォスタ－・プロヴォスト　トム・フォ－
セット

オライリ－・ジャパン 2014年

3849 統計学が最強の学問である 実践編 ４自然科学 西内啓 ダイヤモンド社 2014年

3850 統計学が最強の学問である［数学編］ ４自然科学 西内啓 ダイヤモンド社 2017年

3851 統計学のための数学教室 ４自然科学 永野裕之　岡田謙介 ダイヤモンド社 2015年

3852 文系のためのＳＰＳＳデ－タ解析 ４自然科学 山際勇一郎　服部環 ナカニシヤ出版 2016年

3853 ベイズモデリングの世界 ４自然科学 伊庭幸人 岩波書店 2018年

3854 数理統計学の考え方 ４自然科学 竹内啓 岩波書店 2016年

3855 調査観察デ－タ解析の実際 １ ４自然科学 星野崇宏　岡田謙介 岩波書店 2016年

3856 Ｒで楽しむベイズ統計入門  Ｄａｔａ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｌｉｂｒａｒｙ ４自然科学 石田基広　奥村晴彦 技術評論社 2018年

3857 親切ガイドで迷わない統計学 ４自然科学 高橋麻奈 技術評論社 2015年

3858 統計思考の世界 ４自然科学 三中信宏 技術評論社 2018年

3859 数理統計学の基礎  クロスセクショナル統計シリ－ズ ４自然科学 尾畑伸明 共立出版 2014年

3860 スパ－ス推定法による統計モデリング  統計学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 川野秀一　松井秀俊 共立出版 2018年

3861 欠測デ－タ処理  統計学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 高橋将宜　渡辺美智子 共立出版 2017年

3862 待ち行列理論の基礎と応用  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ４自然科学 塩田茂雄　河西憲一 共立出版 2014年

3863 Ｒ　Ｃｏｍｍａｎｄｅｒによるデ－タ解析 ４自然科学 大森崇　阪田真己子 共立出版 2014年

3864
デ－タ分析ライブラリ－を用いた最適化モデルの作り方  Ｐｙｔｈｏｎによる問題解決シリ
－ズ

４自然科学 斉藤努　久保幹雄 近代科学社 2018年

3865 モデリング  シリ－ズ：最適化モデリング ４自然科学 室田一雄　池上敦子 近代科学社 2015年

3866 ポアソン分布・ポアソン回帰・ポアソン過程  統計スポットライト・シリ－ズ ４自然科学 島谷健一郎 近代科学社 2017年

3867 デ－タ分析とデ－タサイエンス ４自然科学 柴田里程 近代科学社 2015年

3868 はじめての最適化 ４自然科学 関口良行 近代科学社 2014年

3869 グラフィカルモデル  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ４自然科学 渡辺有祐 講談社 2016年

3870 デ－タ解析におけるプライバシ－保護  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ４自然科学 佐久間淳 講談社 2016年

3871 ノンパラメトリックベイズ  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ４自然科学 佐藤一誠 講談社 2016年

3872 変分ベイズ学習  機械学習プロフェッショナルシリ－ズ ４自然科学 中島伸一 講談社 2016年

3873 実践のための基礎統計学 ４自然科学 下川敏雄 講談社 2016年

3874 統計学のキホンＱ＆Ａ１００ ４自然科学 ニ－ル・Ｊ・サルキンド　山田剛史 新曜社 2017年

3875 意思決定の処方  シリ－ズ〈行動計量の科学〉 ４自然科学 竹村和久　藤井聡（社会科学） 朝倉書店 2015年

3876 確率制御の基礎と応用  ファイナンス・ライブラリ－ ４自然科学 辻村元男　前田章 朝倉書店 2016年

3877 分割表の統計解析  統計ライブラリ－ ４自然科学 宮川雅巳　青木敏 朝倉書店 2018年

3878 ノンパラメトリック法  統計解析スタンダ－ド ４自然科学 村上秀俊 朝倉書店 2015年

3879 一般化線形モデル  統計解析スタンダ－ド ４自然科学 汪金芳 朝倉書店 2016年

3880 経時デ－タ解析  統計解析スタンダ－ド ４自然科学 船渡川伊久子　船渡川隆 朝倉書店 2015年

3881 はじめての統計デ－タ分析 ４自然科学 豊田秀樹 朝倉書店 2016年

3882 基礎からのベイズ統計学 ４自然科学 豊田秀樹 朝倉書店 2015年

3883 新版文系でもわかる統計分析 ４自然科学 須藤康介　古市憲寿 朝日新聞出版 2018年

3884 統計学 ４自然科学 久保川達也　国友直人 東京大学出版会 2016年

3885 １億人のための統計解析 ４自然科学 西内啓 日経ＢＰ社 2014年

3886 例題で学ぶ初歩からの統計学 ４自然科学 白砂堤津耶 日本評論社 2015年

3887 身近な統計  放送大学教材 ４自然科学 石崎克也　渡辺美智子 放送大学教育振興会 2018年

3888 問題解決の数理  放送大学教材 ４自然科学 大西仁 放送大学教育振興会 2017年

3889 統計学  Ｎｅｗ　ｌｉｂｅｒａｌ　ａｒｔｓ　ｓｅｌｅｃｔｉｏｎ ４自然科学 森棟公夫　照井伸彦 有斐閣 2015年

3890 デ－タ分析をマスタ－する１２のレッスン  有斐閣アルマ ４自然科学 畑農鋭矢　水落正明 有斐閣 2017年
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3891 Ｒではじめるビジネス統計分析 ４自然科学 末吉正成　里洋平 翔泳社 2014年

3892 楽しいＲ ４自然科学 豊澤栄治 翔泳社 2015年

3893 ＳＡＳ　Ｓｔｕｄｉｏによるやさしい統計デ－タ分析 ４自然科学 高浪洋平　舟尾暢男 オ－ム社 2016年

3894 基本統計学 ４自然科学 野口和也　西郷浩 培風館 2014年

3895 たのしいベイズモデリング ４自然科学 豊田秀樹 北大路書房 2018年

3896 実例で学ぶデ－タ科学推論の基礎 ４自然科学 広津千尋 岩波書店 2018年

3897 線形代数学に基づくデ－タ分析法 ４自然科学 原田史子　島川博光 共立出版 2016年

3898 統計学基礎 ４自然科学 栗木進二　綿森葉子 共立出版 2016年

3899 統計学基礎講義 ４自然科学 秋山裕 慶応義塾大学出版会 2015年

3900 だれでもわかる数理統計 ４自然科学 石村貞夫 講談社 2016年

3901 生物系のためのやさしい基礎統計学 ４自然科学 藤川浩　小泉和之 講談社 2016年

3902 Ｒで学ぶマルチレベルモデル〈入門編〉 ４自然科学 尾崎幸謙　川端一光 朝倉書店 2018年

3903 経済・経営統計入門 ４自然科学 稲葉三男　稲葉敏夫 共立出版 2017年

3904 統計学の要点 ４自然科学 森本義廣　黒瀬能聿 共立出版 2017年

3905 確率と統計 ４自然科学 廣瀬英雄　藤野友和 培風館 2015年

3906 統計解析の基礎 ４自然科学 江口善章 北樹出版 2014年

3907 ＩｏＴ時代のデ－タ処理の基本と実践 ４自然科学 田中博　五百蔵重典 コロナ社 2018年

3908 統計学入門 ４自然科学 渋谷綾子 税務経理協会 2018年

3909 ４Ｓｔｅｐｓエクセル統計 ４自然科学 柳井久江 オ－エムエス出版 2015年

3910 なるほど統計学とおどろきＥｘｃｅｌ統計処理 ４自然科学 山崎信也 医学図書出版 2017年

3911 統計クイックリファレンス ４自然科学 サラ・ボスラフ　黒川利明 オライリ－・ジャパン 2015年

3912 統計学 ４自然科学 杉原左右一 晃洋書房 2014年

3913 最適化の基礎 ４自然科学 遠藤靖典　宮本定明 コロナ社 2018年

3914 人間と社会を変えた９つの確率・統計学物語 ４自然科学 松原望 ＳＢクリエイティブ 2015年

3915 身につく統計学 ４自然科学 伊藤正義　伊藤公紀 森北出版 2018年

3916 経営系学生のための基礎統計学 ４自然科学 塩出省吾　今野勤 共立出版 2019年

3917 経済・経営のための統計教室 ４自然科学 小林道正 裳華房 2016年

3918 デ－タ処理の手法と考え方 ４自然科学 田中絵里子　小林貴之 共立出版 2018年

3919 Ｅｘｃｅｌによる理工系のための統計学 ４自然科学 林茂雄 東京化学同人 2016年

3920 スタンダ－ド文科系の統計学 ４自然科学 中西寛子　竹内光悦 培風館 2018年

3921 ベイズ統計学  やさしく知りたい先端科学シリ－ズ ４自然科学 松原望 創元社 2017年

3922 統計学をまる裸にする ４自然科学 チャ－ルズ・ウィ－ラン　山形浩生 日本経済新聞出版社 2014年

3923 Ｒ統計解析パ－フェクトマスタ－  Ｐｅｒｆｅｃｔ　ｍａｓｔｅｒ ４自然科学 金城俊哉 秀和システム 2017年

3924 Ｒで学ぶ多変量解析 ４自然科学 長畑秀和 朝倉書店 2017年

3925 やさしいＭＣＭＣ入門 ４自然科学
オ－レ・ハ－グストロ－ム　野間口謙太
郎

共立出版 2017年

3926 確率で読み解く日常の不思議 ４自然科学 ポ－ル・Ｊ．ナ－イン　蟹江幸博 共立出版 2016年

3927 Ｐ値  統計スポットライト・シリ－ズ ４自然科学 柳川尭　島谷健一郎 近代科学社 2018年

3928 科学で勝負の先を読む ４自然科学 ウィリアム・パウンドスト－ン　松浦俊輔 青土社 2014年

3929 フロックの確率 ４自然科学 ジョセフ・メイザ－　松浦俊輔 日経ＢＰ社 2017年

3930 必勝法の数学  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 徳田雄洋 岩波書店 2017年

3931 ＳＰＳＳによるノンパラメトリック検定 ４自然科学 内田治 オ－ム社 2014年

3932 サンプリングって何だろう  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 廣瀬雅代　稲垣佑典 岩波書店 2018年

3933 Ｒによるノンパラメトリック検定 ４自然科学 内田治 オ－ム社 2017年

3934 現場ですぐ使える時系列デ－タ分析 ４自然科学 横内大介　青木義充 技術評論社 2014年
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3935 ファジィ時系列解析  統計学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 渡辺則生 共立出版 2018年

3936 暗号と乱数  統計学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 藤井光昭 共立出版 2018年

3937 時系列解析  統計学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 柴田里程 共立出版 2017年

3938 カルマンフィルタ  統計学ＯｎｅＰｏｉｎｔ ４自然科学 野村俊一 共立出版 2016年

3939 これだけ！実験計画法 ４自然科学 森田浩 秀和システム 2015年

3940 Ｒで学ぶ実験計画法 ４自然科学 長畑秀和 朝倉書店 2016年

3941 トコトンやさしいアルゴリズムの本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ４自然科学 坂巻佳壽美 日刊工業新聞社 2018年

3942 数値の処理と数値解析  放送大学教材 ４自然科学 櫻井鉄也 放送大学教育振興会 2014年

3943 数値計算入門 Ｃ言語版 Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｌｉｂｒａｒｙ ４自然科学 河村哲也　桑名杏奈 サイエンス社 2014年

3944 大学生・エンジニアのための関数電卓活用ガイド ４自然科学 遠藤雅守 森北出版 2018年

3945 物理  《基礎固め》シリ－ズ ４自然科学 澤田肇 化学同人 2016年

3946 世の中ががらりと変わって見える物理の本 ４自然科学 カルロ・ロヴェッリ　竹内薫 河出書房新社 2015年

3947 物理学２  理工系の基礎 ４自然科学 物理学編集委員会　齋藤晃一 丸善出版 2018年

3948 レベル別に学べる物理学 １ ４自然科学 末廣一彦　斉藤準 丸善出版 2015年

3949 レベル別に学べる物理学 ２ ４自然科学 末廣一彦　斉藤準 丸善出版 2016年

3950 身近な物理 ４自然科学 Ｌ．Ｇ．アスラマゾフ　Ａ．Ａ．ヴァルラモフ 丸善出版 2016年

3951 身近な物理 ２ ４自然科学 Ｌ．Ｇ．アスラマゾフ　Ａ．Ａ．ヴァルラモフ 丸善出版 2017年

3952 物理の基礎的１３の法則 ４自然科学 細谷暁夫 丸善出版 2017年

3953 シンプルな物理学 ４自然科学 ポ－ル・Ｊ．ナ－イン　河辺哲次 共立出版 2018年

3954 楽しみながら学ぶ物理入門 ４自然科学 山崎耕造 共立出版 2015年

3955 教養としての物理学入門 ４自然科学 笠利彦弥　藤城武彦 講談社 2018年

3956 基礎からの物理学 ４自然科学 山本貴博 裳華房 2016年

3957 やさしく物理 ４自然科学 夏目雄平 朝倉書店 2015年

3958 ＰＴ・ＯＴゼロからの物理学 ４自然科学 望月久（理学療法学）　棚橋信雄 羊土社 2015年

3959 先生、物理っておもしろいんですか？ ４自然科学 パリティ編集委員会 丸善出版 2015年

3960 ファ－スト・ステップ物理学入門 ４自然科学 高重正明 裳華房 2015年

3961 計算物理学  フロ－式物理演習シリ－ズ ４自然科学 坂井徹 共立出版 2014年

3962 ソ－シャル物理学 ４自然科学 アレックス・ペントランド　小林啓倫 草思社 2015年

3963 ここからスタ－ト物理学 ４自然科学 為近和彦 裳華房 2018年

3964 日常の「なぜ」に答える物理学 ４自然科学 真貝寿明 森北出版 2015年

3965 すごい物理学講義 ４自然科学 カルロ・ロヴェッリ　竹内薫 河出書房新社 2017年

3966 犬も歩けば物理にあたる ４自然科学 ジャ－ル・ウォ－カ－　下村裕 慶応義塾大学出版会 2014年

3967 物理を教える ４自然科学 Ｒ．Ｄ．ナイト　並木雅俊 丸善出版 2017年

3968 物理学ガイダンス ４自然科学 日本評論社 日本評論社 2014年

3969 物理の見方・考え方  江沢洋選集 ４自然科学 江沢洋　上條隆志 日本評論社 2018年

3970 波動と場の物理学入門 ４自然科学 糸山浩司 京都大学学術出版会 2017年

3971 先生、それって「量子」の仕業ですか？ ４自然科学 大関真之 小学館 2017年

3972 カラ－入門基礎から学ぶ物理学 ４自然科学 北林照幸　藤城武彦 講談社 2018年

3973 理工系基礎力学 ４自然科学 高橋正雄 共立出版 2017年

3974 初学者のための物理学 ４自然科学 宇津栄三 コロナ社 2014年

3975 ファ－ストステップ力学 ４自然科学 河辺哲次 裳華房 2017年

3976 入門振動・波動 ４自然科学 福田誠（理学） 裳華房 2017年

3977 これからの光学 ４自然科学 大津元一 朝倉書店 2017年

3978 高校で物理を履修しなかった人のための熱力学  フロ－式物理演習シリ－ズ ４自然科学 上羽牧夫 共立出版 2016年
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3979 初歩の統計力学を取り入れた熱力学  シリ－ズこれからの基礎物理学 ４自然科学 小野嘉之 朝倉書店 2015年

3980 熱の理論 ４自然科学 太田浩一 共立出版 2018年

3981 理論がわかる熱と原子・分子の手づくり実験 ４自然科学 川村康文　東京理科大学 オ－ム社 2015年

3982 基礎物理学　電磁気学 ４自然科学 秋光純　村上修一 培風館 2016年

3983 電磁波の物理 ４自然科学 遠藤雅守 森北出版 2014年

3984 物性化学  エキスパ－ト応用化学テキストシリ－ズ ４自然科学 古川行夫 講談社 2015年

3985 ゆらぎと相転移 ４自然科学 宮下精ニ 丸善出版 2018年

3986 物性論ノ－ト ４自然科学 佐藤憲昭 名古屋大学出版会 2016年

3987 分子軌道法 ４自然科学 友田修司 東京大学出版会 2017年

3988 物性 １ 高分子基礎科学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 共立出版 2014年

3989 物性 ２ 高分子基礎科学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ４自然科学 高分子学会　田中敬二 共立出版 2017年

3990 初歩から学ぶ固体物理学 ４自然科学 矢口裕之 講談社 2017年

3991 強相関電子系の物理 ４自然科学 佐宗哲郎 日本評論社 2014年

3992 原子・原子核・原子力 ４自然科学 山本義隆 岩波書店 2015年

3993 Ｑ＆Ａ放射線物理 ４自然科学 大塚徳勝　西谷源展 共立出版 2015年

3994 いちから聞きたい放射線のほんとう ４自然科学 菊池誠　小峰公子 筑摩書房 2014年

3995 カミオカンデとニュ－トリノ ４自然科学 鈴木厚人 丸善出版 2016年

3996 ニュ－トリノ物理  基本法則から読み解く物理学最前線 ４自然科学 中家剛 共立出版 2016年

3997 基礎化学  理工系の基礎 ４自然科学 井手本康　橋詰峰雄 丸善出版 2015年

3998 教養化学  理工系の基礎 ４自然科学 教養化学編集委員会 丸善出版 2016年

3999 わかりやすい薬学系の化学入門 ４自然科学 小林賢　上田晴久 講談社 2014年

4000 生命科学のための基礎化学 ４自然科学 原田義也 東京大学出版会 2014年

4001 基礎化学  栄養科学イラストレイテッド ４自然科学 土居純子 羊土社 2017年

4002 化学入門 ４自然科学 大月穣 東京化学同人 2016年

4003 化学概論 ４自然科学 岩岡道夫　藤尾克彦 共立出版 2018年

4004 基礎化学と生命化学 ４自然科学 吉田真史　谷口亜樹子 光生館 2014年

4005 Ｃａｔｃｈ　Ｕｐ大学の化学講義 ４自然科学 杉森彰　富田功 裳華房 2015年

4006 あなたと化学 ４自然科学 斎藤勝裕 裳華房 2015年

4007 基礎の化学 ４自然科学 大月穣 東京化学同人 2014年

4008 化学のちから－生命・環境・エネルギ－の理解のために－ ４自然科学 岡野光俊 裳華房 2018年

4009 化学のミニマムエッセンス ４自然科学 車田研一 裳華房 2016年

4010 エピソ－ドで読む日本の化学の歴史 ４自然科学 井沢省吾 秀和システム 2016年

4011 基礎物理化学１  新・物質科学ライブラリ ４自然科学 山内淳 サイエンス社 2017年

4012 基礎物理化学２  新・物質科学ライブラリ ４自然科学 山内淳 サイエンス社 2017年

4013 物理化学 ３ 東京大学工学教程　基礎系化学 ４自然科学 東京大学工学教程編纂委員会　三好明 丸善出版 2018年

4014 物理化学 ２ 東京大学工学教程　基礎系化学 ４自然科学
東京大学工学教程編纂委員会　水野哲
孝

丸善出版 2018年

4015 たのしい物理化学 １ ４自然科学 加納健司　山本雅博 講談社 2016年

4016 数学フリ－の物理化学 ４自然科学 斎藤勝裕 日刊工業新聞社 2016年

4017 超分子化学  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 日本化学会　木原伸浩 共立出版 2017年

4018 基礎化学 ４自然科学 大井隆夫　板谷清司 コロナ社 2014年

4019 溶液における分子認識と自己集合の原理  ライブラリ大学基礎化学 ４自然科学 平岡秀一 サイエンス社 2017年

4020 図解ゼロからわかる構造化学入門  わかる基礎入門シリ－ズ ４自然科学 斎藤勝裕 技術評論社 2016年

4021 元素の不思議  アルケミスト双書 ４自然科学 マット・トウィ－ド　武井摩利 創元社 2014年

4022 化学結合論  放送大学教材 ４自然科学 橋本健朗 放送大学教育振興会 2017年
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4023 数学フリ－の化学結合 ４自然科学 斎藤勝裕 日刊工業新聞社 2016年

4024 酸と塩基３０講  やさしい化学３０講シリ－ズ ４自然科学 山崎昶 朝倉書店 2014年

4025 固体触媒  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 日本化学会　内藤周弌 共立出版 2017年

4026 プラズモンの化学  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 上野貢生　三澤弘明 共立出版 2019年

4027 金属界面の基礎と計測  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 魚崎浩平　近藤敏啓 共立出版 2016年

4028 数学フリ－の高分子化学 ４自然科学 斎藤勝裕 日刊工業新聞社 2016年

4029 実験を安全に行うために ４自然科学 化学同人 化学同人 2017年

4030 実験を安全に行うために 続（基本操作・基本測定編） ４自然科学 化学同人 化学同人 2017年

4031 基礎化学実験 ４自然科学 広島大学 大学教育出版 2014年

4032 基礎化学実験 ４自然科学 広島大学 大学教育出版 2016年

4033 化学系のための安全工学 ４自然科学 西山豊　柳日馨 化学同人 2017年

4034 分析化学  エキスパ－ト応用化学テキストシリ－ズ ４自然科学 湯地昭夫　日置昭治 講談社 2015年

4035 分析・測定デ－タの統計処理 ４自然科学 田中秀幸　高津章子 朝倉書店 2014年

4036 基礎分析化学 ４自然科学 小熊幸一　酒井忠雄 朝倉書店 2015年

4037 バイオ試薬調製ポケットマニュアル ４自然科学 田村隆明 羊土社 2014年

4038 数学フリ－の分析化学 ４自然科学 齋藤勝裕 日刊工業新聞社 2017年

4039 数学フリ－の無機化学 ４自然科学 齋藤勝裕 日刊工業新聞社 2017年

4040 無機化合物の構造を決める  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 井本英夫 共立出版 2016年

4041 フッ素化合物の分解と環境化学  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 日本化学会　堀久男 共立出版 2017年

4042 酸素の科学  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 神崎愷 日刊工業新聞社 2014年

4043 フラ－レンの化学  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 赤阪健　山田道夫 共立出版 2016年

4044 有機化学改訂２版問題の解き方 ４自然科学 奥山格 丸善出版 2016年

4045 天然有機分子の構築  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 中川昌子　有澤光弘 共立出版 2018年

4046 アルケンの合成  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 安藤香織　日本化学会 共立出版 2018年

4047 ベンゼン環の化学  知りたい！サイエンス ４自然科学 齋藤勝裕 技術評論社 2019年

4048 大宇宙驚異の新発見 ４自然科学 臼田－佐藤功美子 河出書房新社 2015年

4049 ホ－キング、最後に語る ４自然科学
スティ－ヴン・Ｗ・ホ－キング　トマス・ハ
－トッホ

早川書房 2018年

4050 参加型ＧＩＳの理論と応用 ４自然科学 若林芳樹　今井修 古今書院 2017年

4051 地球の履歴書  新潮選書 ４自然科学 大河内直彦 新潮社 2015年

4052 最新図解特別警報と自然災害がわかる本 ４自然科学 饒村曜 オ－ム社 2015年

4053 埋もれた都の防災学  学術選書 ４自然科学 釜井俊孝 京都大学学術出版会 2016年

4054 災害を科学する 第１巻 ４自然科学 木庭元晴 古今書院 2014年

4055 災害を科学する 第２巻 ４自然科学 木庭元晴 古今書院 2014年

4056 天変地異の科学  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 西川有司 日刊工業新聞社 2016年

4057 はじめて学ぶ海洋学 ４自然科学 横瀬久芳 朝倉書店 2015年

4058 巨大地震による複合災害 ４自然科学 八木勇治　大澤義明 筑波大学出版会 2015年

4059 技術者からみた日本列島の地震と地盤 ４自然科学 稲田倍穂 鹿島出版会 2014年

4060 温泉と地球科学 ４自然科学 大沢信二　西村進 ナカニシヤ出版 2016年

4061 温泉の科学  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 西川有司 日刊工業新聞社 2017年

4062 活断層と私たちのくらし ４自然科学 伊藤康人
大阪公立大学共同出版
会

2018年

4063 ナショジオが行ってみた究極の洞窟 ４自然科学 ナショナルジオグラフィック編集部
日経ナショナルジオグラ
フィック社

2015年

4064 生命科学入門  理工系の基礎 ４自然科学 池北雅彦　武村政春 丸善出版 2016年

4065 好きになるヒトの生物学  好きになるシリ－ズ ４自然科学 吉田邦久 講談社 2014年
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4066 高校生からのバイオ科学の最前線 ４自然科学 生化学若い研究者の会　片桐友二 日本評論社 2014年

4067 初歩からの生物学  放送大学教材 ４自然科学 二河成男　加藤和弘 放送大学教育振興会 2018年

4068 やさしい基礎生物学 ４自然科学 南雲保　今井一志 羊土社 2014年

4069 演習で学ぶ生命科学 ４自然科学 東京大学生命科学教科書編集委員会 羊土社 2017年

4070 基礎から学ぶ生物学・細胞生物学 ４自然科学 和田勝 羊土社 2015年

4071 大学で学ぶ身近な生物学 ４自然科学 吉村成弘 羊土社 2015年

4072 理系総合のための生命科学 ４自然科学 東京大学生命科学教科書編集委員会 羊土社 2018年

4073 ワ－クブックで学ぶ生物学の基礎 ４自然科学
トレイシ－・グリ－ンウッド　リサ・ベイン
ブリッジ・スミス

オ－ム社 2015年

4074 教養としての生命科学 ４自然科学 小泉修 丸善出版 2017年

4075 大学生のための考えて学ぶ基礎生物学 ４自然科学 堂本光子 共立出版 2015年

4076 ＺＥＲＯからの生命科学 ４自然科学 木下勉　小林秀明 南山堂 2015年

4077 わかる！身につく！生物・生化学・分子生物学 ４自然科学 田村隆明 南山堂 2018年

4078 基礎をかためる生物・生化学 ４自然科学 川端輝江　山田和彦 朝倉書店 2014年

4079 現代生命科学 ４自然科学 東京大学生命科学教科書編集委員会 羊土社 2019年

4080 Ｙａ－ｓａ－ｓｈｉ－ｉ　ｂｉｏｌｏｇｉｃａｌ　ｓｃｉｅｎｃｅ ４自然科学 南雲保　今井一志 羊土社 2016年

4081 生命科学 ４自然科学 東京大学 羊土社 2009年

4082 自分を知るいのちの科学 ４自然科学 伊藤明夫 培風館 2016年

4083 生命科学の欲望と倫理 ４自然科学 勝島次郎 青土社 2015年

4084 生物学入門  大学生のための基礎シリ－ズ ４自然科学 石川統　大森正之 東京化学同人 2013年

4085 知の発見 ４自然科学 中村桂子（生命誌） 朝日出版社 2015年

4086 脳と心はどこまで科学でわかるか  東大社会人科学講座 ４自然科学 石浦章一　黒田玲子 南山堂 2009年

4087 ゲノムに書いてないこと ４自然科学 中村桂子（生命誌） 青土社 2014年

4088 生命科学の未来 ４自然科学 本庶佑 藤原書店 2018年

4089 Ｐｒｏｆ．佐谷のバイオ論文はこう書く ４自然科学 佐谷秀行 学研メディカル秀潤社 2014年

4090 生命倫理学  叢書・ウニベルシタス ４自然科学
ディ－タ－・ビルンバッハ－　アンドレア
ス・ク－ルマン

法政大学出版局 2018年

4091 ゲノム編集と細胞政治の誕生 ４自然科学 粥川準二 青土社 2018年

4092 生老死の進化  学術選書 ４自然科学 高木由臣 京都大学学術出版会 2018年

4093 生命の起源はどこまでわかったか ４自然科学 高井研 岩波書店 2018年

4094 生物はなぜ誕生したのか ４自然科学
ピ－タ－・ダグラス・ウォ－ド　ジョゼフ・
カ－シュヴィンク

河出書房新社 2016年

4095 みなか先生といっしょに統計学の王国を歩いてみよう ４自然科学 三中信宏 羊土社 2015年

4096 実験で使うとこだけ生物統計 １ ４自然科学 池田郁男 羊土社 2017年

4097 実験で使うとこだけ生物統計 ２ ４自然科学 池田郁男 羊土社 2017年

4098 バイオ実験に絶対使える統計の基本Ｑ＆Ａ ４自然科学 井元清哉　河府和義 羊土社 2012年

4099 現場主義統計学のすすめ  統計スポットライト・シリ－ズ ４自然科学 島谷健一郎　宮岡悦良 近代科学社 2017年

4100 絶滅の地球誌  講談社選書メチエ ４自然科学 沢野雅樹 講談社 2016年

4101 生命の内と外  新潮選書 ４自然科学 永田和宏 新潮社 2017年

4102 ＳＴＡＰ細胞に群がった悪いヤツら ４自然科学 小畑峰太郎 新潮社 2014年

4103 幹細胞と再生医療  サイエンス・パレット ４自然科学 中辻憲夫 丸善出版 2015年

4104 イラストレイテッド細胞分子生物学  リッピンコットシリ－ズ ４自然科学 ナリニ・チャンダル　ス－ザン・ヴィセリ 丸善出版 2012年

4105 細胞は会話する ４自然科学 丸野内棣 青土社 2018年

4106 発生生物学  サイエンス・パレット ４自然科学 ル－イス・ウルパ－ト　大内淑代 丸善出版 2013年

4107 基礎から学ぶケミカルバイオロジ－  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 上村大輔　袖岡幹子 共立出版 2016年

4108 生化学の論理  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 日本化学会　八木達彦 共立出版 2018年

4109 これだけ！生化学 ４自然科学 生化学若い研究者の会　稲垣賢二 秀和システム 2014年

4110 基礎からしっかり学ぶ生化学 ４自然科学 山口雄輝　成田央 羊土社 2014年
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4111 生化学 ４自然科学 薗田勝 羊土社 2018年

4112 好きになる生化学  好きになるシリ－ズ ４自然科学 田中越郎 講談社 2012年

4113 コンパクト生化学 改訂第４版 ４自然科学 大久保岩男　賀佐伸省 南江堂 2017年

4114 生化学きほんノ－ト ４自然科学 浅賀宏昭 南山堂 2017年

4115 生化学ドリル ４自然科学 田村隆明 南山堂 2016年

4116 はじめての生化学 ４自然科学 平沢栄次 化学同人 2014年

4117 休み時間の生化学  休み時間シリ－ズ ４自然科学 大西正健 講談社 2010年

4118 生化学実験  Ｎブックス ４自然科学 後藤潔　奥野悦生 建帛社 2009年

4119 時をあやつる遺伝子  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 松本顕 岩波書店 2018年

4120 エッセンシャル構造生物学  ＫＳ生命科学専門書 ４自然科学 河合剛太　坂本泰一 講談社 2018年

4121 バイオ実験を安全に行うために ４自然科学 化学同人編集部　日本生物工学会 化学同人 2018年

4122 なぜなぜ生物学 ４自然科学 日本分子生物学会 東京化学同人 2010年

4123 タンパク質はすごい！  知りたい！サイエンス ４自然科学 石浦章一 技術評論社 2014年

4124 糖鎖とレクチン ４自然科学 平林淳 日刊工業新聞社 2016年

4125 感染症の生態学  シリ－ズ現代の生態学 ４自然科学 川端善一郎　吉田丈人 共立出版 2016年

4126 トコトンやさしい微生物の本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ４自然科学 中島春紫 日刊工業新聞社 2018年

4127 基礎・応用・臨床微生物学と実験 ４自然科学 谷口亜樹子　岩田建 光生館 2014年

4128 地球とヒトと微生物  知りたい！サイエンス ４自然科学 山中健生 技術評論社 2015年

4129 ゲノムで社会の謎を解く ４自然科学
ダルトン・コンリ－　ジェイソン・フレッ
チャ－

作品社 2018年

4130 一目でわかる臨床遺伝学 ４自然科学
ドリアン・Ｊ．プリチャ－ド　ブル－ス・Ｒ．
コルフ

メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2014年

4131 遺伝医学への招待 ４自然科学 新川詔夫　太田亨 南江堂 2014年

4132 文科系のための遺伝子入門 ４自然科学 土屋廣幸 新曜社 2018年

4133 遺伝子の社会 ４自然科学 イタイ・ヤナイ　マルティン・レルヒャ－ ＮＴＴ出版 2016年

4134 面白くて眠れなくなる遺伝子 ４自然科学 竹内薫　丸山篤史
ＰＨＰエディタ－ズ・グル
－プ

2016年

4135 バイオビルダ－  Ｍａｋｅ：ＰＲＯＪＥＣＴＳ ４自然科学
ナタリ－・クルデル　レイチェル・バ－ン
スタイン

オライリ－・ジャパン 2018年

4136 双子の遺伝子 ４自然科学 ティム・スペクタ－　野中香方子 ダイヤモンド社 2014年

4137 エピジェネティクス革命 ４自然科学 ネッサ・キャリ－　中山潤一 丸善出版 2015年

4138 デザイナ－・ベビ－ ４自然科学 ポ－ル・ノフラ－　中山潤一 丸善出版 2017年

4139 利己的な遺伝子 ４自然科学 リチャ－ド・ド－キンス　日髙敏隆 紀伊國屋書店 2018年

4140 化学にとっての遺伝子操作  化学の要点シリ－ズ ４自然科学 永島賢治　嶋田敬三 共立出版 2015年

4141 ゲノム編集の基本原理と応用 ４自然科学 山本卓 裳華房 2018年

4142 知能と人間の進歩 ４自然科学 ジェ－ムズ・Ｒ．フリン　無藤隆 新曜社 2016年

4143 消えゆくＹ染色体と男たちの運命 ４自然科学 黒岩麻里 学研メディカル秀潤社 2014年

4144 ジャンクＤＮＡ ４自然科学 ネッサ・キャリ－　中山潤一 丸善出版 2016年

4145 ゲノム科学への道  岩波現代全書 ４自然科学 吉川寛 岩波書店 2014年

4146 ゲノムデ－タ解析  統計学ＯｎｅＰｏｉｎｔ ４自然科学 冨田誠　植木優夫 共立出版 2016年

4147 バイオインフォマティクス入門 ４自然科学 日本バイオインフォマティクス学会 慶応義塾大学出版会 2015年

4148 性の進化史  新潮選書 ４自然科学 松田洋一 新潮社 2018年

4149 生命科学デ－タ解析を支える情報技術 ４自然科学 坊農秀雅　粕川雄也 技術評論社 2019年

4150 Ｄｒ．Ｂｏｎｏの生命科学デ－タ解析 ４自然科学 坊農秀雅
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2017年

4151 理性の起源  河出ブックス ４自然科学 網谷祐一 河出書房新社 2017年

4152 ダ－ウィンの遺産  岩波現代全書 ４自然科学 渡辺政隆 岩波書店 2015年

4153 シリ－ズ・遺伝子から探る生物進化 １ ４自然科学 斎藤成也　塚谷裕一 慶応義塾大学出版会 2016年

4154 シリ－ズ・遺伝子から探る生物進化 ２ ４自然科学 斎藤成也　塚谷裕一 慶応義塾大学出版会 2016年
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4155 シリ－ズ・遺伝子から探る生物進化 ３ ４自然科学 斎藤成也　塚谷裕一 慶応義塾大学出版会 2016年

4156 シリ－ズ・遺伝子から探る生物進化 ４ ４自然科学 斎藤成也　塚谷裕一 慶応義塾大学出版会 2016年

4157 絵でわかる進化のしくみ種の誕生と消滅  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 山田俊弘 講談社 2018年

4158 いじめは生存戦略だった！？ ４自然科学 小松正 秀和システム 2016年

4159 進化論はいかに進化したか  新潮選書 ４自然科学 更科功 新潮社 2019年

4160 ヒトはなぜ争うのか ４自然科学 若原正己 新日本出版社 2016年

4161 ダ－ウィンを数学で証明する ４自然科学 グレゴリ－・Ｊ．チャイティン　水谷淳 早川書房 2014年

4162 進化とは何か ４自然科学 リチャ－ド・ド－キンス　吉成真由美 早川書房 2014年

4163 進化は万能である ４自然科学 マット・リドリ　大田直子（翻訳家） 早川書房 2016年

4164 生命進化のシステムバイオロジ－  日評ベ－シック・シリ－ズ ４自然科学 田中博 日本評論社 2015年

4165 恐竜はホタルを見たか  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 大場裕一 岩波書店 2016年

4166 セレンゲティ・ル－ル ４自然科学 ショ－ン・Ｂ．キャロル　高橋洋（翻訳家） 紀伊國屋書店 2017年

4167 生態学と社会科学の接点  シリ－ズ現代の生態学 ４自然科学 佐竹暁子　巌佐庸 共立出版 2014年

4168 生物多様性の多様性  共立スマ－トセレクション ４自然科学 森章　甲山隆司 共立出版 2018年

4169 絵でわかる生態系のしくみ  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 鷲谷いづみ　後藤章 講談社 2018年

4170 絵でわかる生物多様性  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 鷲谷いづみ　後藤章 講談社 2017年

4171 弱者の戦略  新潮選書 ４自然科学 稲垣栄洋 新潮社 2014年

4172 生物多様性概論 ４自然科学 宮下直　瀧本岳 朝倉書店 2017年

4173 表現型可塑性の生物学  日評ベ－シック・シリ－ズ ４自然科学 三浦徹 日本評論社 2016年

4174 生態学が語る東日本大震災 ４自然科学 日本生態学会 文一総合出版 2016年

4175 生物環境の科学  放送大学教材 ４自然科学 加藤和弘 放送大学教育振興会 2016年

4176 大学１年生のなっとく！生態学 ４自然科学 鷲谷いづみ 講談社 2017年

4177 動物－植物相互作用調査法  生態学フィ－ルド調査法シリ－ズ ４自然科学 内海俊介　中村誠宏 共立出版 2017年

4178 協力と罰の生物学  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 大槻久 岩波書店 2014年

4179 ＤＮＡ情報で生態系を読み解く  生態学フィ－ルド調査法シリ－ズ ４自然科学 東樹宏和 共立出版 2016年

4180 人類は絶滅を逃れられるのか ４自然科学
スティ－ヴン・ピンカ－　マルコム・グラッ
ドウェル

ダイヤモンド社 2016年

4181 ホモ・デウス 上 ４自然科学 ユヴァル・ノア・ハラリ　柴田裕之 河出書房新社 2018年

4182 ホモ・デウス 下 ４自然科学 ユヴァル・ノア・ハラリ　柴田裕之 河出書房新社 2018年

4183 人類発祥の地を求めて  岩波現代全書 ４自然科学 伊谷純一郎　伊谷原一 岩波書店 2014年

4184 つい誰かに教えたくなる人類学６３の大疑問 ４自然科学 中山一大　市石博 講談社 2015年

4185 人類との遭遇 ４自然科学 イ・サンヒ　ユン・シンヨン 早川書房 2018年

4186 世界は美しくて不思議に満ちている ４自然科学 長谷川眞理子 青土社 2018年

4187 食糧と人類 ４自然科学 ル－ス・ドフリ－ス　小川敏子 日本経済新聞出版社 2016年

4188 ゲノム革命 ４自然科学 ユ－ジン・Ｅ．ハリス　水谷淳 早川書房 2016年

4189 江戸の骨は語る ４自然科学 篠田謙一 岩波書店 2018年

4190 日本人の源流 ４自然科学 斎藤成也 河出書房新社 2017年

4191 ＤＮＡで語る日本人起源論  岩波現代全書 ４自然科学 篠田謙一 岩波書店 2015年

4192 驚きの菌ワ－ルド ４自然科学 日本菌学会 東海大学出版部 2017年

4193 トレ－ニングのための生理学的知識 ４自然科学 ジョルト・ラダック　樋口満 市村出版 2018年

4194 運動とスポ－ツの生理学  体育・スポ－ツ・健康科学テキストブックシリ－ズ ４自然科学 北川薫 市村出版 2014年

4195 研究者が教える動物実験 第１巻 ４自然科学 尾崎まみこ　村田芳博 共立出版 2015年

4196 研究者が教える動物実験 第２巻 ４自然科学 尾崎まみこ　村田芳博 共立出版 2015年

4197 研究者が教える動物実験 第３巻 ４自然科学 尾崎まみこ　村田芳博 共立出版 2015年

4198 嗅覚はどう進化してきたか  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 新村芳人 岩波書店 2018年
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4199 ストレスをめぐる生物学 ４自然科学 斎藤徹 アドスリ－ 2016年

4200 ホモピクトルムジカ－リス ４自然科学 岩田誠 中山書店 2017年

4201 基礎から学ぶ医療情報 ４自然科学 金谷孝之　服部建大 共立出版 2014年

4202 医療情報学入門 ４自然科学 樺澤一之　豊田修一 共立出版 2018年

4203 医学概論  コメディカルのための専門基礎分野テキスト ４自然科学 北村諭 中外医学社 2017年

4204 医療情報 医学・医療編 ４自然科学 日本医療情報学会 篠原出版新社 2016年

4205 医療情報 情報処理技術編 ４自然科学 日本医療情報学会 篠原出版新社 2016年

4206 医歯薬系のための生物学 ４自然科学 小林賢　五十鈴川和人 講談社 2010年

4207 ルポ最期をどう迎えるか ４自然科学 共同通信生活報道部 岩波書店 2018年

4208 医者の死生観 ４自然科学 梶葉子 朝日新聞出版 2018年

4209 医療・介護のための死生学入門 ４自然科学 清水哲郎　会田薫子 東京大学出版会 2017年

4210
保健医療・福祉領域で働く心理職のための法律と倫理  保健と健康の心理学標準テキ
スト

４自然科学 島井哲志 ナカニシヤ出版 2016年

4211 患者の目線 ４自然科学 村上紀美子 医学書院 2014年

4212 死にゆく患者と、どう話すか ４自然科学 國頭英夫　明智龍男 医学書院 2016年

4213 死亡直前と看取りのエビデンス ４自然科学 森田達也　白土明美 医学書院 2015年

4214 誰も教えてくれなかったスピリチュアルケア ４自然科学 岡本拓也 医学書院 2014年

4215 医療現場の行動経済学 ４自然科学 大竹文雄　平井啓 東洋経済新報社 2018年

4216 心理臨床と身体の病  放送大学教材 ４自然科学 小林真理子 放送大学教育振興会 2016年

4217 健康・医療心理学 ４自然科学 宮脇稔　大野太郎 医歯薬出版 2018年

4218 行動医学テキスト ４自然科学 日本行動医学会　野村忍 中外医学社 2015年

4219 医療従事者のための同意能力評価の進め方・考え方 ４自然科学 スコット・Ｙ．Ｈ．キム　成本迅 新興医学出版社 2015年

4220 ベ－シック健康心理学 ４自然科学 山蔦圭輔 ナカニシヤ出版 2015年

4221 生命倫理の教科書 ４自然科学 黒崎剛　野村俊明 ミネルヴァ書房 2014年

4222
患者・家族の意思決定、現場の判断を支える“やさしい”臨床倫理フレ－ムワ－ク  医
療安全ＢＯＯＫＳ

４自然科学 日本医療マネジメント学会　坂本すが メディカ出版 2018年

4223 死を前にした人にあなたは何ができますか？ ４自然科学 小澤竹俊 医学書院 2017年

4224 出生と死をめぐる生命倫理 ４自然科学 仁志田博司 医学書院 2015年

4225 死のメンタルヘルス  シリ－ズここで生きる ４自然科学 中沢正夫 岩波書店 2014年

4226 老衰死 ４自然科学 日本放送協会 講談社 2016年

4227 生命倫理学入門  哲学教科書シリ－ズ ４自然科学 今井道夫 産業図書 2017年

4228 安楽死を遂げるまで ４自然科学 宮下洋一 小学館 2017年

4229 医療につける薬  筑摩選書 ４自然科学 岩田健太郎 筑摩書房 2014年

4230 生命倫理への招待 ４自然科学 塩野寛　清水惠子 南山堂 2015年

4231 本人の意思を尊重する意思決定支援 ４自然科学 西川満則　長江弘子 南山堂 2016年

4232 安楽死を選ぶ ４自然科学 ジャネット・アカネ・シャボット 日本評論社 2014年

4233 生命倫理学とは何か ４自然科学 アラステア・Ｖ．キャンベル　山本圭一郎 勁草書房 2016年

4234 入門・医療倫理 ３ ４自然科学 勁草書房 2015年

4235 入門・医療倫理 １ ４自然科学 赤林朗 勁草書房 2017年

4236 教養としての生命倫理 ４自然科学 村松聡　松島哲久 丸善出版 2016年

4237 テキストブック生命倫理 ４自然科学 霜田求 法律文化社 2018年

4238 終末期医療を考えるために ４自然科学 盛永審一郎 丸善出版 2016年

4239 生命倫理のレポ－ト・論文を書く ４自然科学 松原洋子　伊吹友秀 東京大学出版会 2018年

4240 ケ－スブック臨床倫理 ４自然科学 氏家良人　前田正一 克誠堂出版 2018年

4241 生命の問い ４自然科学 大林雅之 東信堂 2017年

4242 生物と生命倫理の基本ノ－ト ４自然科学 西沢いづみ 金芳堂 2018年
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4243 臨床研究のための倫理審査ハンドブック ４自然科学 笹栗俊之　池松秀之 丸善出版 2011年

4244 信仰と医学  角川選書 ４自然科学 帚木蓬生 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2018年

4245 医療統計学入門 ４自然科学 比江島欣愼 オ－ム社 2014年

4246 今日から使える医療統計 ４自然科学 新谷歩 医学書院 2015年

4247 医療・臨床デ－タチュ－トリアル  バイオ統計シリ－ズ ４自然科学 柳川尭 近代科学社 2014年

4248 観察デ－タの多変量解析  バイオ統計シリ－ズ ４自然科学 柳川尭 近代科学社 2016年

4249 みんなの医療統計多変量解析編  ＫＳ医学・薬学専門書 ４自然科学 新谷歩 講談社 2017年

4250 みんなの医療統計 ４自然科学 新谷歩 講談社 2016年

4251 Ｃｏｘ比例ハザ－ドモデル  医学統計学シリ－ズ ４自然科学 中村剛（統計科学） 朝倉書店 2018年

4252 統計学のセンス  医学統計学シリ－ズ ４自然科学 丹後俊郎 朝倉書店 2018年

4253 医療統計学 ４自然科学 松木秀明　須藤真由美 東海大学出版部 2014年

4254 スッキリわかる！臨床統計はじめの一歩 ４自然科学 能登洋 羊土社 2018年

4255 ぜんぶ絵で見る医療統計 ４自然科学 比江島欣愼 羊土社 2017年

4256 メディカルスタッフのためのひと目で選ぶ統計手法 ４自然科学 山田実　浅井剛 羊土社 2018年

4257 短期集中！オオサンショウウオ先生の医療統計セミナ－論文読解レベルアップ３０ ４自然科学 田中司朗　田中佐智子 羊土社 2016年

4258 できる！傾向スコア分析 ４自然科学 康永秀生　笹渕裕介 金原出版 2018年

4259 すぐに役立つ統計のコツ ４自然科学 情報統計研究所 オ－ム社 2015年

4260 わかりやすいデ－タ解析と統計学 ４自然科学 高橋龍尚 オ－ム社 2017年

4261 統計解析なんかこわくない ４自然科学 田久浩志 医学書院 2019年

4262 親切な医療統計学 ４自然科学 奥田千恵子（医療統計学） 金芳堂 2019年

4263
いまさら誰にも聞けない医学統計の基礎のキソ 第１巻 Ｄｒ．あさいのこっそりマスタ－
シリ－ズ

４自然科学 浅井隆（医師） アトムス 2010年

4264
いまさら誰にも聞けない医学統計の基礎のキソ 第２巻 Ｄｒ．あさいのこっそりマスタ－
シリ－ズ

４自然科学 浅井隆（医師） アトムス 2010年

4265
いまさら誰にも聞けない医学統計の基礎のキソ 第３巻 Ｄｒ．あさいのこっそりマスタ－
シリ－ズ

４自然科学 浅井隆（医師） アトムス 2010年

4266 ゼロから学ぶ医薬統計教室 ４自然科学 佐藤泰憲　五所正彦 メジカルビュ－社 2014年

4267 医薬研究者の視点からみた道具としての統計学 ４自然科学 奥田千恵子（医療統計学） 金芳堂 2011年

4268 医療系はじめまして！統計学 ４自然科学 奥田千恵子 金芳堂 2015年

4269 初めの一歩メタアナリシス ４自然科学 平林由広 克誠堂出版 2014年

4270 学会・論文発表のための統計学 ４自然科学 浜田知久馬 真興交易医書出版部 2012年

4271 論文を正しく読み書くためのやさしい統計学 ４自然科学 中村好一 診断と治療社 2010年

4272 「医療統計力」を鍛える！ ４自然科学 千葉康敬 総合医学社 2015年

4273 ここから学ぼう！図解医療統計 ４自然科学 柳澤尚武　西崎祐史 総合医学社 2016年

4274 フリ－ソフトＲを使ったらくらく医療統計解析入門 ４自然科学 大櫛陽一 中山書店 2016年

4275 初心者でもすぐにできるフリ－統計ソフトＥＺＲ（Ｅａｓｙ　Ｒ）で誰でも簡単統計解析 ４自然科学 神田善伸 南江堂 2014年

4276 日常診療にすぐに使える臨床統計学 ４自然科学 能登洋 羊土社 2011年

4277 ＪＭＰ医学統計マニュアル ４自然科学 長田理 オ－エムエス出版 2018年

4278 イチから使う医薬統計教室－ＳＰＳＳ－ ４自然科学 五所正彦 メジカルビュ－社 2017年

4279 医学論文執筆のための臨床研究と医療統計 ４自然科学 神田英一郎 メジカルビュ－社 2016年

4280 Ｒによる医療統計学 ４自然科学 ピ－タ－・ダルガ－ド　岡田昌史 丸善出版 2017年

4281 たったこれだけ！医療統計学 ４自然科学 マイケル・ハリス　ゴ－ドン・テイラ－ 金芳堂 2015年

4282 ＥＺＲでやさしく学ぶ統計学 ４自然科学 神田善伸 中外医学社 2015年

4283 医療・看護用語ｍｉｎｉ　ｎｏｔｅ：カルテ・申し送りで出会う ４自然科学 月刊ナ－シング編集室
学研メディカル秀潤社(発
売：学研プラス)

2018年

4284 医療スタッフのための現代カルテ用語 ４自然科学 吉田彌太郎（医師） 医薬ジャ－ナル社 2014年

4285 医療現場の英語辞典 ４自然科学 山田政美　田中芳文 三省堂 2016年

4286 ポケット英和医学用語・略語辞典 ４自然科学
「ポケット英和医学用語・略語辞典」編
集委

南山堂 2019年
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4287 ポケット医学英和辞典 ４自然科学 泉孝英 医学書院 2017年

4288 医学書院医学用語辞典 ４自然科学 伊藤正男　井村裕夫 医学書院 2012年

4289 医療情報　第5版　医学・医療編  医科学大事典 ４自然科学 岡 博 編 講談社

4290 医療・福祉に携わる人のための医療用語辞典 ４自然科学 伊藤典子（職業訓練指導） オ－ム社 2014年

4291 健康・医療の情報を読み解く  京大人気講義シリ－ズ ４自然科学 中山健夫 丸善出版 2014年

4292 どちらであっても ４自然科学 徳永進 岩波書店 2016年

4293 野の花あったか話 ４自然科学 徳永進 岩波書店 2015年

4294 ヒトはなぜ病み、老いるのか ４自然科学 若原正己 新日本出版社 2017年

4295 不確かな医学  ＴＥＤブックス ４自然科学 シッダ－ルタ・ムカジ－　野中大輔 朝日出版社 2018年

4296 病から詩がうまれる  朝日選書 ４自然科学 大井玄 朝日新聞出版 2014年

4297 からだのトリビア教えます ４自然科学 中尾篤典 羊土社 2018年

4298 医療レジリエンス ４自然科学 福原俊一　中山健夫 医学書院 2015年

4299 コメディカルスタッフのための論文の書き方：初心者から上級者まで ４自然科学 西尾正輝 インテルナ出版 2018年

4300 医学・医療系学生のための総合医学英語テキスト Ｓｔｅｐ　２ ４自然科学 日本医学英語教育学会 メジカルビュ－社 2017年

4301 なぜあなたは論文が書けないのか？ ４自然科学 佐藤雅昭 メディカルレビュ－社 2016年

4302 研究の育て方 ４自然科学 近藤克則 医学書院 2018年

4303 論文を正しく読むのはけっこう難しい ４自然科学 植田真一郎 医学書院 2018年

4304 必ずアクセプトされる医学英語論文 ４自然科学 康永秀生 金原出版 2016年

4305 ニュ－スで読む医療英語 ４自然科学 川越栄子　森茂 講談社 2014年

4306 医学・生命科学の研究倫理ハンドブック ４自然科学 神里彩子　武藤香織 東京大学出版会 2015年

4307 新英語抄録・口頭発表・論文作成虎の巻 ４自然科学 上松正朗 南江堂 2017年

4308 続・あなたのプレゼン誰も聞いてませんよ！ ４自然科学 渡部欣忍 南江堂 2017年

4309 トップジャ－ナル３９５編の「型」で書く医学英語論文 ４自然科学 河本健　石井達也 羊土社 2018年

4310 研究留学のすゝめ！ ４自然科学 海外日本人研究者ネットワ－ク 羊土社 2016年

4311 若手研究者のための学会発表講座・論文の書き方講座 ４自然科学 浅香正博 メディカルレビュ－社 2015年

4312 お作法を知ればこわくない査読者が伝授する論文投稿・査読のコツ ４自然科学 細野茂春 メディカ出版 2017年

4313 脱・しくじりプレゼン ４自然科学 八幡紕芦史 医学書院 2018年

4314 トラブルに巻き込まれない著作権のキホン ４自然科学 服部誠 南山堂 2018年

4315 すべての医療従事者が知りたい！医学系研究、論文投稿上のＱ＆Ａ ４自然科学 浅井隆（医師）　廣田和美 日本医事新報社 2017年

4316 医療従事者が絶対通じる英語を話すために知っておくべき５つのポイント ４自然科学 西口智一 メジカルビュ－社 2018年

4317 やさしいメディカル英語 ４自然科学 高木久代 講談社 2018年

4318 ＰＩＣＯから始める医学文献検索のすすめ ４自然科学 小島原典子　河合富士美 南江堂 2019年

4319 医学研究実施と報告における必須事項クイックリファレンス ４自然科学 浅井隆（医師） アトムス 2011年

4320
雑誌編集長が欲しがる！！医学論文の書き方  Ｄｒ．あさいのこっそりマスタ－シリ－
ズ

４自然科学 浅井隆（医師） イムジック出版 2016年

4321 医学的研究のデザイン ４自然科学
スティ－ブン・Ｂ．ハリ－　スティ－ブン・
Ｒ．カミングズ

メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2014年

4322 医学的測定尺度の理論と応用 ４自然科学
デビッド・Ｌ．ストレイナ－　ジェフリ－・
Ｒ．ノ－マン

メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2016年

4323 医薬研究者のための統計記述の英文表現 ４自然科学 奥田千恵子（医療統計学） 金芳堂 2010年

4324 医療従事者のためのプレゼンテ－ション成功マニュアル ４自然科学 伊藤誠一郎 篠原出版新社 2016年

4325 論文を書く技法 ４自然科学 木下晃吉 中外医学社 2016年

4326 臨床研究と論文作成のコツ ４自然科学 松原茂樹　松原茂樹 東京医学社 2011年

4327 論文作成ＡＢＣうまいケ－スレポ－ト作成のコツ ４自然科学 松原茂樹 東京医学社 2014年

4328 医療情報 医療情報システム編 ４自然科学 日本医療情報学会 篠原出版新社 2016年

4329 医学論文のための研究デザインと統計解析 ４自然科学 森本剛 中山書店 2017年

4330 Ｄｒ．押味のあなたの医学英語なんとかします！ ４自然科学 押味貴之 メジカルビュ－社 2017年
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4331 医学・医療系学生のための総合医学英語テキスト Ｓｔｅｐ　１ ４自然科学 日本医学英語教育学会 メジカルビュ－社 2016年

4332 医学英語の基本用語と表現 ４自然科学 藤枝宏寿　玉巻欣子 メジカルビュ－社 2013年

4333 医師のための即効！英会話フレ－ズ 外来診療編 ４自然科学 日本医学英語教育学会　伊達勲 メジカルビュ－社 2015年

4334 医師のための即効！英会話フレ－ズ 国際学会編 ４自然科学 日本医学英語教育学会　伊達勲 メジカルビュ－社 2015年

4335 学会発表のためのサバイバル英語術 ４自然科学 マイク・ゲスト　南部みゆき メジカルビュ－社 2014年

4336 患者さんは「英語で…」と言ってます！ ４自然科学 斎藤宣彦　野中泉 メジカルビュ－社 2013年

4337 動詞で究める医学英語ｗｒｉｔｉｎｇ ４自然科学 小林充尚 メジカルビュ－社 2015年

4338 病院スタッフのためのシチュエ－ション英会話 ４自然科学 服部しのぶ メジカルビュ－社 2017年

4339 病院で使えるイラスト英単語 ４自然科学 奥裕美　朝澤恭子 メジカルビュ－社 2013年

4340 和英で引ける医学英語フレ－ズ辞典 ４自然科学 伊達勲 メジカルビュ－社 2013年

4341 はじめて学ぶ医療英語 ４自然科学 大垣雅昭　大垣佳代子
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2016年

4342 Ｄｒ．イワケンのねころんで読める英語論文 ４自然科学 岩田健太郎 メディカ出版 2018年

4343 アクセプト率をグッとアップさせるネイティブ発想の医学英語論文 ４自然科学 前平謙二 メディカ出版 2017年

4344 そのまま使える病院英語表現５０００ ４自然科学 森島祐子　仁木久恵 医学書院 2013年

4345 話せる医学英語 ４自然科学 荒木勤　田尻孝 金原出版 2010年

4346 医学英語Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　＆　Ｗｒｉｔｉｎｇ能力アップ！ ４自然科学 土居治　西村真澄 金芳堂 2012年

4347 英語医学論文の書き方がわかる本 ４自然科学 飯田宗一郎 金芳堂 2016年

4348 チ－ム医療のためのメディカル英語基本表現１００ ４自然科学 高木久代　小澤淑子 講談社 2015年

4349 医療従事者のための医学英語入門 ４自然科学 清水雅子 講談社 2011年

4350 聖路加スタイル病院スタッフのための英会話 ４自然科学 聖路加国際大学 診断と治療社 2014年

4351 その症候、英語で言えますか？ ４自然科学 近藤真治 羊土社 2014年

4352 発表が楽しくなる！研究者の劇的プレゼン術 ４自然科学 堀口安彦 羊土社 2013年

4353 医療現場ですぐに役立つ外国人患者対応マニュアル ４自然科学 棚橋忍　竹中勝信 メジカルビュ－社 2017年

4354 絶対に知るべき臨床研究の進め方 ４自然科学 レギュラトリ－・ドクタ－ズ メジカルビュ－社 2016年

4355 ここからはじめる研究入門 ４自然科学 スチュア－ト・ポ－タ－　武田裕子 医学書院 2011年

4356 基礎から学ぶ楽しい学会発表・論文執筆 ４自然科学 中村好一 医学書院 2013年

4357 臨床研究の教科書 ４自然科学 川村孝 医学書院 2016年

4358 臨床研究立ち上げから英語論文発表まで最速最短で行うための極意 ４自然科学 原正彦 金芳堂 2017年

4359 ＨＥＡＴＡＰＰ！ ４自然科学 岩田健太郎 金原出版 2018年

4360 クイズで学ぼう！医学英単語 ４自然科学 森茂（医学英語教育） メジカルビュ－社 2009年

4361 日本医学英語検定試験３・４級教本 ４自然科学 日本医学英語教育学会 メジカルビュ－社 2015年

4362 循環器  病気がみえる：チ－ム医療を担う医療人共通のテキスト．ｖｏｌ．２ ４自然科学 メディックメディア 2017年

4363 血液  病気がみえる：チ－ム医療を担う医療人共通のテキスト．ｖｏｌ．５ ４自然科学 メディックメディア 2017年

4364 漢方水先案内  シリ－ズケアをひらく ４自然科学 津田篤太郎 医学書院 2015年

4365 中国医学と日本漢方  岩波現代全書 ４自然科学 舘野正美 岩波書店 2014年

4366 漢方の歴史  あじあブックス ４自然科学 小曽戸洋 大修館書店 2014年

4367 高齢者のための漢方診療 ４自然科学 岩﨑鋼　髙山真 丸善出版 2017年

4368 リハビリテ－ションのための人間発達学 ４自然科学 大城昌平 メディカルプレス 2014年

4369 イラストでわかる人間発達学 ４自然科学 上杉雅之 医歯薬出版 2015年

4370 人間発達学  コメディカルのための専門基礎分野テキスト ４自然科学 福田恵美子 中外医学社 2017年

4371 人間発達学テキスト  シンプル理学療法学・作業療法学シリ－ズ ４自然科学 植松光俊　中川法一 南江堂 2014年

4372 発達を学ぶ ４自然科学 森岡周 協同医書出版社 2015年

4373 生命科学が解き明かす体の秘密 ４自然科学 塩見尚史　塩見晃史 大学教育出版 2017年

4374 人体６００万年史 上 ４自然科学 ダニエル・Ｅ．リ－バ－マン　塩原通緒 早川書房 2015年
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4375 人体６００万年史 下 ４自然科学 ダニエル・Ｅ．リ－バ－マン　塩原通緒 早川書房 2015年

4376 生命科学・医科学のためのヒトの生物学  Ｃａｔｃｈ　ｕｐ ４自然科学
フィリップ・ブラッドリ－　ジェ－ン・カル
バ－ト

東京化学同人 2009年

4377 カラ－人体図鑑 ４自然科学 ジェ－ン・ダ・バ－グ　金澤寛明 西村書店（新潟） 2010年

4378 高校で教わりたかった生物  シリ－ズ大人のための科学 ４自然科学 趙大衛　松田良一 日本評論社 2017年

4379 筋と骨のキホンがマンガでわかる！おもしろい解剖学 ４自然科学 医道の日本社 2017年

4380 イラストでまなぶ解剖学 ４自然科学 松村讓兒 医学書院 2017年

4381 レオナルド・ダ・ヴィンチの「解剖手稿Ａ」：人体の秘密にメスを入れた天才のデッサン ４自然科学 マ－ティン・クレイトン：ロン・フィロ グラフィック社 2018年

4382 世界一ゆる～いイラスト解剖学からだの動くしくみ ４自然科学 有川譲二 高橋書店 2018年

4383 想定外の人体解剖学 ４自然科学 坂井健雄 エイ出版社 2018年

4384 看護のためのからだの正常・異常ガイドブック ４自然科学 山田幸宏 サイオ出版 2016年

4385 楽しく学ぶ！看護につながる解剖生理：オ－ルカラ－ プチナ－スＢＯＯＫＳ ４自然科学 小寺豊彦 照林社 2016年

4386 からだの仕組みと働きを知る 基本を学ぶ看護シリ－ズ ４自然科学 高野海哉：川岸久太郎 東京化学同人 2016年

4387 生命記憶を探る旅 ４自然科学 西原克成 河出書房新社 2016年

4388 図説人体イメ－ジの変遷  岩波現代全書 ４自然科学 坂井建雄 岩波書店 2014年

4389 解剖生理学実習  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 森田規之　河田光博 講談社 2015年

4390 解体新書 ４自然科学 ヨハン・アダム・クルムス　杉田玄白 西村書店（新潟） 2016年

4391 解剖生理学 ４自然科学 志村二三夫　岡純 羊土社 2014年

4392 理学療法士・作業療法士ＰＴ・ＯＴ基礎から学ぶ解剖学ノ－ト ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2017年

4393 ＰＴ・ＯＴ自己学習解剖学 ４自然科学 渡辺正仁 金芳堂 2012年

4394 消っして忘れない解剖学要点整理ノ－ト  ＰＴ・ＯＴ必修シリ－ズ ４自然科学 井上馨　松村讓兒 羊土社 2014年

4395 ネッタ－解剖学アトラス ４自然科学 フランク・Ｈ．ネッタ－　相磯貞和 エルゼビア・ジャパン 2016年

4396 人体解剖カラ－アトラス ４自然科学
ピ－タ－・ハ－バ－ト・エ－ブラハム　
ジョナサン・Ｄ．スプラット

エルゼビア・ジャパン 2015年

4397 解剖生理学  初めの一歩は絵で学ぶ ４自然科学 林洋（内科学） じほう 2014年

4398 ぬりえで学ぶヒトのからだ ４自然科学 安田康晴　佐藤達夫 ぱ－そん書房 2014年

4399 ３Ｄ解剖アトラス ４自然科学 横地千仭 医学書院 2017年

4400 プロメテウス解剖学アトラス コンパクト版 ４自然科学 アン・Ｍ．ギルロイ　ジョナス・ブロマン 医学書院 2011年

4401 図解解剖学事典 ４自然科学 ハインツ・フェネイス　山田英智 医学書院 2013年

4402 やさしい解剖学 ４自然科学 小室正人　菊田彰夫 医歯薬出版 2016年

4403 からだの地図帳 解剖学用語 ４自然科学 佐藤達夫 講談社 2016年

4404 見て読んで学ぶ人体解剖生理学 ４自然科学 堀川宗之 真興交易医書出版部 2014年

4405 イラスト解剖学 ４自然科学 松村讓兒 中外医学社 2017年

4406 解剖学イラスト事典 ４自然科学 松村讓兒 中外医学社 2011年

4407 体表からわかる人体解剖学  ポケットチュ－タ－ ４自然科学 リチャ－ド・タンスト－ル　ネハル・シャ－ 南江堂 2014年

4408 ネッタ－解剖学カラ－リングテキスト ４自然科学 ジョン・Ｔ．ハンセン　相磯貞和 南江堂 2011年

4409 解剖学  メディカルイメ－ジブック ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2010年

4410 好きになる解剖学ミニノ－ト  好きになるシリ－ズ ４自然科学 竹内修二 講談社 2009年

4411 カラ－基本解剖アトラス ４自然科学 ピエ－ル・カミナ　金澤寛明 西村書店（新潟） 2011年

4412 解剖学きほんノ－ト ４自然科学 安谷屋均 南山堂 2013年

4413 解剖生理学実験  Ｎブックス ４自然科学 青峰正裕　藤田守 建帛社 2009年

4414 休み時間の解剖生理学  休み時間シリ－ズ ４自然科学 加藤征治 講談社 2010年

4415 好きになる解剖学 Ｐａｒｔ　３ 好きになるシリ－ズ ４自然科学 竹内修二 講談社 2018年

4416 ト－トラ人体解剖生理学 ４自然科学
ジェラルド・Ｊ．ト－トラ　ブライアン・デリ
クソン

丸善出版 2017年

4417 ヒトｉＰＳ細胞研究と倫理  プリミエ・コレクション ４自然科学 澤井努 京都大学学術出版会 2017年

4418 あなたの細胞培養、大丈夫ですか？！ ４自然科学 西條薫　小原有弘 羊土社 2015年
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4419 もっとよくわかる！幹細胞と再生医療 ４自然科学 長船健二 羊土社 2014年

4420 入門組織学 ４自然科学 牛木辰男 南江堂 2013年

4421 新組織学  Ｑシリ－ズ ４自然科学 野上晴雄　野上晴雄 日本医事新報社 2016年

4422 イメカラ 循環器 ４自然科学 医療情報科学研究所　稲田英一 メディックメディア 2010年

4423 イメカラ 呼吸器 ４自然科学 医療情報科学研究所　稲田英一 メディックメディア 2011年

4424 摂食嚥下の機能解剖 ４自然科学 阿部伸一 医歯薬出版 2014年

4425 イメカラ 消化管 ４自然科学 医療情報科学研究所　荒瀬康司 メディックメディア 2013年

4426 歯  ものと人間の文化史 ４自然科学 大野粛英 法政大学出版局 2016年

4427 イメカラ 肝・胆・膵 ４自然科学 医療情報科学研究所　荒瀬康司 メディックメディア 2016年

4428 イメカラ 腎臓 ４自然科学 医療情報科学研究所　柴垣有吾 メディックメディア 2012年

4429 乳房の科学 ４自然科学 乳房文化研究会　北山晴一 朝倉書店 2017年

4430 解剖からアプロ－チするからだの機能と運動療法 下肢・骨盤 ４自然科学 内山英一　青木光広 メジカルビュ－社 2014年

4431 解剖からアプロ－チするからだの機能と運動療法 上肢・体幹 ４自然科学 青木光広 メジカルビュ－社 2013年

4432 運動器系解剖学テキスト  シンプル理学療法学・作業療法学シリ－ズ ４自然科学 五味敏昭　浅井友詞 南江堂 2015年

4433 筋肉と関節しくみと動きが見える事典：運動器の超入門書 ４自然科学 末吉勝則：中田康夫 永岡書店 2018年

4434 筋学ハンドブック ４自然科学 飯島治之　盆子原秀三 医歯薬出版 2014年

4435 骨格筋ハンドブック ４自然科学 クリス・ジャ－メイ　ジョン・シャ－キ－ 南江堂 2018年

4436 神経解剖学  イラストレイテッドカラ－テキスト ４自然科学
アラン・Ｒ．クロスマン　デビッド・ニアリ
－

エルゼビア・ジャパン 2017年

4437 脳  歴史を変えた１００の大発見 ４自然科学 トム・ジャクソン　石浦章一 丸善出版 2017年

4438 ざんねんな脳 ４自然科学 ディ－ン・バ－ネット　増子久美 青土社 2017年

4439 触診解剖アトラス ４自然科学 セルジュ・ティクサ　奈良勲 医学書院 2018年

4440 人体はこうしてつくられる ４自然科学 ジェイミ－・Ａ．デイヴィス　橘明美 紀伊國屋書店 2018年

4441 人体の構造と機能及び疾病  社会福祉士シリ－ズ ４自然科学
福祉臨床シリ－ズ編集委員会　朝元美
利

弘文堂 2018年

4442 人体のしくみとはたらき ４自然科学 沢口彰子　栗原久 朝倉書店 2015年

4443 解いてなっとく使えるバイオメカニクス ４自然科学 前田哲男　木山良二 医学書院 2015年

4444 生きているしくみがわかる生理学 ４自然科学 大橋俊夫　河合佳子 医学書院 2016年

4445 理学療法士・作業療法士ＰＴ・ＯＴ基礎から学ぶ生理学ノ－ト ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2018年

4446 ＰＴ・ＯＴのための生理学テキスト ４自然科学 安藤啓司 文光堂 2016年

4447 集中講義生理学 ４自然科学 岡田隆夫 メジカルビュ－社 2014年

4448 人体生理学の基礎 ４自然科学 池原敏孝　勢井宏義 医学出版社 2016年

4449 ○×問題でマスタ－生理学 ４自然科学 志村まゆら　大沢秀雄（生理学） 医歯薬出版 2018年

4450 やさしい生理 ４自然科学 石橋治雄　小室正人 医歯薬出版 2011年

4451 生理学実習ＮＡＶＩ ４自然科学 医歯薬出版 2016年

4452 人体生理学ノ－ト ４自然科学 岡田隆夫 金芳堂 2018年

4453 医療系学生のための図解生理学ＴＥＸＴ＆ＮＯＴＥ ４自然科学 丹羽利充 診断と治療社 2014年

4454 シンプル生理学 ４自然科学 貴邑富久子　根来英雄 南江堂 2016年

4455 やさしい生理学 ４自然科学 彼末一之　能勢博 南江堂 2017年

4456 新生理学  Ｑシリ－ズ ４自然科学 竹内昭博 日本医事新報社 2015年

4457 生理学 ４自然科学 真島英信 文光堂 2018年

4458 生理学テキスト ４自然科学 大地陸男 文光堂 2017年

4459 はじめの一歩のイラスト生理学 ４自然科学 照井直人 羊土社 2012年

4460 コメディカルのための生理学実習ノ－ト ４自然科学 杉晴夫 南江堂 2007年

4461 生理学  メディカルイメ－ジブック ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2010年

4462 症状と薬からひも解く生理学 ４自然科学 當瀬規嗣 南山堂 2012年
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4463 生理学きほんノ－ト ４自然科学 安谷屋均 南山堂 2012年

4464 なんでやねん！根拠がわかる解剖学・生理学要点５０ ４自然科学 川畑龍史：濱路政嗣 メディカ出版 2018年

4465 図解見えない体：病者の体に触れ、皮膚を通してケアするための解剖学・ ４自然科学 菱沼典子 ライフサポ－ト社 2018年

4466
看護の現場ですぐに役立つ解剖生理学のキホン：患者さんの心と体を仕組みから理
解する！ ナ－スのためのスキルアップノ－ト

４自然科学 野溝明子 秀和システム 2018年

4467 なるほどなっとく！解剖生理学 ４自然科学 多久和典子　多久和陽 南山堂 2017年

4468 情動と呼吸  情動学シリ－ズ ４自然科学 本間生夫　帯津良一 朝倉書店 2016年

4469 ＣＧと機能模型でわかる！器官の異常と誤嚥・摂食嚥下のメカニズムＤＶＤ－ＲＯＭ付 ４自然科学 里田隆博　戸原玄 医歯薬出版 2014年

4470 よくわかる摂食・嚥下のメカニズム ４自然科学 山田好秋 医歯薬出版 2013年

4471 脳腸相関 ４自然科学 内藤裕二 医歯薬出版 2018年

4472 うつも肥満も腸内細菌に訊け！  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 小澤祥司 岩波書店 2017年

4473 メタボも老化も腸内細菌に訊け！  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 小澤祥司 岩波書店 2019年

4474 イメカラ内分泌・代謝 ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2017年

4475 おなかの赤ちゃんは光を感じるか  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 太田英伸 岩波書店 2014年

4476 はじめての老化学・病理学 ４自然科学 千葉卓哉 コロナ社 2016年

4477 姿勢アセスメント ４自然科学 ジェ－ン・ジョンソン　武田功 医歯薬出版 2014年

4478 骨格筋のバイオメカニクス ４自然科学
ウラジミ－ル・Ｍ．ザツシオルスキ－　ボ
リス・Ｉ．プリルツキ－

ナップ 2014年

4479 強める！殿筋 ４自然科学 ジョン・ギボンズ　木場克己 医道の日本社 2017年

4480 目醒める！大腰筋 ４自然科学
ジョアン・スタウガ－ド・ジョ－ンズ　武田
淳也

医道の日本社 2016年

4481 ＲＯＭ測定法 ４自然科学 齋藤慶一郎 メジカルビュ－社 2016年

4482 運動学テキスト  シンプル理学療法学・作業療法学シリ－ズ ４自然科学 藤縄理　赤坂清和 南江堂 2015年

4483 臨床歩行分析ワ－クブック ４自然科学 武田功　廣瀬浩昭 メジカルビュ－社 2017年

4484 印象から始める歩行分析 ４自然科学 盆子原秀三 医学書院 2018年

4485 運動学  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法・作業療法テキスト ４自然科学 小島悟 中山書店 2012年

4486 運動生理学概論 ４自然科学 浅野勝己　平木場浩二 杏林書院 2013年

4487 運動生理学  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 岸恭一　上田伸男 講談社 2011年

4488 筋骨格系のキネシオロジ－ ４自然科学
ドナルド・Ａ．ニュ－マン　ポ－ル・Ｄ．ア
ンドリュ－

医歯薬出版 2018年

4489 運動学  メディカルイメ－ジブック ４自然科学 中島雅美 医歯薬出版 2010年

4490 驚きの皮膚 ４自然科学 傳田光洋 講談社 2015年

4491 脳・神経科学の研究ガイド ４自然科学
マット・カ－タ－　ジェニファ－・Ｃ．シェ
－

朝倉書店 2013年

4492 リハビリテ－ションのための神経生物学入門 ４自然科学 森岡周 協同医書出版社 2013年

4493 これでわかる！臨床電気神経生理学ファ－ストステップ ４自然科学 橋本修治 診断と治療社 2015年

4494 ここが知りたい！臨床神経生理 ４自然科学 飛松省三 中外医学社 2016年

4495 ベッドサイドの臨床神経生理学 ４自然科学 飛松省三 中外医学社 2017年

4496 記憶をあやつる  角川選書 ４自然科学 井ノ口馨 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

4497 つじつまを合わせたがる脳  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 横澤一彦 岩波書店 2017年

4498 学ぶ脳  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 虫明元 岩波書店 2018年

4499 大人の直観ｖｓ子どもの論理  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 辻本悟史 岩波書店 2015年

4500 脳をどう蘇らせるか  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 岩波書店 2016年

4501 〈わたし〉はどこにあるのか ４自然科学 マイケル・Ｓ．ガザニガ　藤井留美 紀伊國屋書店 2014年

4502 その〈脳科学〉にご用心 ４自然科学
サリ－・サテル　スコット・Ｏ．リリエンフェ
ルド

紀伊國屋書店 2015年

4503 脳はいかに治癒をもたらすか ４自然科学 ノ－マン・ドイジ　高橋洋（翻訳家） 紀伊國屋書店 2016年

4504 脳のイメ－ジング  ブレインサイエンス・レクチャ－ ４自然科学 宮内哲　星詳子 共立出版 2016年

4505 脳の左右差  ブレインサイエンス・レクチャ－ ４自然科学 伊藤功（脳科学） 共立出版 2018年

4506 ２１世紀の脳科学 ４自然科学 マシュ－・Ｄ．リ－バ－マン　江口泰子 講談社 2015年
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4507 ヒトの脳にはクセがある  新潮選書 ４自然科学 小林朋道 新潮社 2015年

4508 心の多様性 ４自然科学 中村哲之　渡辺茂 大学出版部協会 2014年

4509 脳の再生  脳科学ライブラリ－ ４自然科学 岡野栄之 朝倉書店 2014年

4510 脳は変わる  ＭＩＴエッセンシャル・ナレッジ・シリ－ズ ４自然科学 モ－ヘブ・コスタンディ　水谷淳 日本評論社 2017年

4511 睡眠と健康  放送大学教材 ４自然科学 宮崎総一郎　林光緒 放送大学教育振興会 2017年

4512 睡眠学 １ ４自然科学 宮崎総一郎　北浜邦夫 北大路書房 2018年

4513 脳はいかにして数学を生みだすのか ４自然科学 武田暁 丸善出版 2016年

4514 脳の神秘を探ってみよう ４自然科学 朝日新聞出版 朝日新聞出版 2017年

4515 医療・看護・介護のための睡眠検定ハンドブック ４自然科学 宮崎総一郎　佐藤尚武 全日本病院出版会 2013年

4516 ドミナンスファクタ－ ４自然科学 カ－ラ・ハンナフォ－ド　杉田義郎 永井書店 2014年

4517 睡眠の生理と臨床 ４自然科学 神山潤 診断と治療社 2015年

4518 コミュニケ－ションを学ぶ ４自然科学 森岡周 協同医書出版社 2018年

4519 上脳・下脳 ４自然科学
スティ－ヴン・Ｍ．コスリン　Ｇ．ウェイン・
ミラ－

河出書房新社 2014年

4520 脳は嘘をつく、心は嘘がつけない ４自然科学 高田明和 春秋社 2017年

4521 あなたの脳のはなし ４自然科学
デイヴィッド・イ－グルマン　大田直子
（翻訳家）

早川書房 2017年

4522 睡眠 ４自然科学
スティ－ヴン・Ｗ．ロックリ－　ラッセル・
フォスタ－

ぱ－そん書房 2015年

4523 脳を通って私が生まれるとき ４自然科学 兼本浩祐 日本評論社 2016年

4524 おいしさの人類史 ４自然科学 ジョン・マッケイド　中里京子 河出書房新社 2016年

4525 生化学・基礎栄養学  栄養科学ファウンデ－ションシリ－ズ ４自然科学 池田彩子　小田裕昭 朝倉書店 2017年

4526 からだの中の化学 ４自然科学 立屋敷哲 丸善出版 2017年

4527 生化学  初めの一歩は絵で学ぶ ４自然科学 生田哲 じほう 2013年

4528 シンプル生化学 ４自然科学 野口正人　五十嵐和彦 南江堂 2014年

4529 生体イメ－ジング研究Ｕｐｄａｔｅ  Ｔｈｅ　Ｆｒｏｎｔｉｅｒｓ　ｉｎ　Ｌｉｆｅ　Ｓｃｉｅｎｃｅｓ ４自然科学 石井優 南山堂 2014年

4530 カラ－図解生化学ノ－ト ４自然科学 森誠 講談社 2013年

4531 脂肪の功罪と健康  人と食と自然シリ－ズ ４自然科学 河田照雄　井上和生 建帛社 2013年

4532 代謝ナビゲ－ション ４自然科学 ナヴディ－プ・Ｓ．チャンデル　大竹明
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2017年

4533 集中講義薬理学 ４自然科学 渡邊康裕 メジカルビュ－社 2015年

4534 薬理学 ４自然科学 中嶋敏勝 医歯薬出版 2014年

4535 処方がわかる医療薬理学 ２０１８－２０１９ ４自然科学 中原保裕 学研メディカル秀潤社 2018年

4536 カラ－新しい薬理学 ４自然科学 石井邦明　西山成 西村書店（新潟） 2018年

4537 コメディカルのための薬理学 ４自然科学 渡邊泰秀　安西尚彦 朝倉書店 2018年

4538 シンプル薬理学 ４自然科学 野村隆英　石川直久 南江堂 2014年

4539 イラストで理解するかみくだき薬理学 ４自然科学 町谷安紀 南山堂 2018年

4540 はじめる！つかえる！看護のための薬理学 ４自然科学 時政孝行 南山堂 2016年

4541 新薬理学  Ｑシリ－ズ ４自然科学 安原一 日本医事新報社 2015年

4542 ＦＬＡＳＨ薬理学 ４自然科学 丸山敬 羊土社 2018年

4543 はじめの一歩のイラスト薬理学 ４自然科学 石井邦雄 羊土社 2013年

4544 新訂版 クイックマスター薬理学 ４自然科学 サイオ出版 2014年

4545 休み時間の薬理学  休み時間シリ－ズ ４自然科学 丸山敬 講談社 2015年

4546 ＮＥＷ薬理学 ４自然科学 田中千賀子　加藤隆一 南江堂 2017年

4547 看護につなげる病態生理：よくある症状のしくみがわかる プチナ－スＢｏｏｋｓ ４自然科学 斎藤宣彦 照林社 2016年

4548 病気の成り立ちを知る 基本を学ぶ看護シリ－ズ ４自然科学 草間朋子：脊山洋右 東京化学同人 2018年

4549 描かれた病 ４自然科学 リチャ－ド・バ－ネット　中里京子 河出書房新社 2016年

4550 理学療法士・作業療法士ＰＴ・ＯＴ基礎から学ぶ病理学ノ－ト ４自然科学 中島雅美　鳥原智美 医歯薬出版 2018年
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4551 医療系学生のための病理学 ４自然科学 中村仁志夫　佐藤達資 講談社 2010年

4552 シンプル病理学 ４自然科学 笹野公伸　岡田保典 南江堂 2015年

4553 わかりやすい病理学 ４自然科学 恒吉正澄　小田義直 南江堂 2016年

4554 はじめの一歩の病理学 ４自然科学 深山正久 羊土社 2017年

4555 組織病理カラ－アトラス ４自然科学 坂本穆彦　北川昌伸 医学書院 2015年

4556 好きになる病理学ミニノ－ト  好きになるシリ－ズ ４自然科学 早川欽哉　関邦彦 講談社 2011年

4557 病理学きほんノ－ト ４自然科学 小林正伸 南山堂 2018年

4558 カラ－アトラス病態病理学 ４自然科学 長澤治夫　鈴木博義 丸善出版 2011年

4559 人類の進化が病を生んだ ４自然科学 ジェレミ－・テイラ－　小谷野昭子 河出書房新社 2018年

4560 浮腫 ４自然科学 石川三衛　河原克雅 医薬ジャ－ナル社 2014年

4561 難病にいどむ遺伝子治療  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 小長谷正明 岩波書店 2016年

4562 あなたと私はどうして違う？体質と遺伝子のサイエンス ４自然科学 中尾光善 羊土社 2015年

4563 ジェネティック・ラウンズ ４自然科学 ロバ－ト・マリオン　中川奈保子
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2016年

4564 遺伝子診療よくわかるガイドマップ ４自然科学 中山智祥
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

4565 医療に役立つ遺伝子関連Ｗｅｂ情報検索 ４自然科学 中山智祥
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2016年

4566 絵でわかるゲノム・遺伝子・ＤＮＡ  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 中込弥男 講談社 2011年

4567 臨床遺伝学テキストノ－ト ４自然科学 日本人類遺伝学会 診断と治療社 2018年

4568 マンガでわかるゲノム医学 ４自然科学 水島－菅野純子　サキマイコ 羊土社 2018年

4569 よくわかるゲノム医学 ４自然科学 服部成介　水島－菅野純子 羊土社 2015年

4570 あなたの体は９割が細菌 ４自然科学 アランナ・コリン　矢野真千子 河出書房新社 2016年

4571 感染防止からみる微生物学  臨床工学ライブラリ－シリ－ズ ４自然科学 松本哲哉 学研メディカル秀潤社 2014年

4572 マイクロバイオ－ムの世界 ４自然科学
ロブ・デサ－ル　ス－ザン・Ｌ．パ－キン
ズ

紀伊國屋書店 2016年

4573 腸内細菌と共に生きる ４自然科学 藤田紘一郎 技術評論社 2015年

4574 現代乳酸菌科学  共立スマ－トセレクション ４自然科学 杉山政則　矢嶋信浩 共立出版 2015年

4575 休み時間の微生物学  休み時間シリ－ズ ４自然科学 北元憲利 講談社 2016年

4576 細菌が人をつくる  ＴＥＤブックス ４自然科学 ロブ・ナイト　ブレンダン・ビュ－ラ－ 朝日出版社 2018年

4577 微生物学  初めの一歩は絵で学ぶ ４自然科学 杉田隆 じほう 2014年

4578 好きになる微生物学  好きになるシリ－ズ ４自然科学 渡辺渡 講談社 2015年

4579 コンパクト微生物学 ４自然科学 小熊恵二　堀田博 南江堂 2015年

4580 シンプル微生物学 ４自然科学 小熊惠二　堀田博 南江堂 2018年

4581 イラストでわかる微生物学超入門 ４自然科学 齋藤光正 南山堂 2018年

4582 感染症に挑む  共立スマ－トセレクション ４自然科学 杉山政則　高橋洋子 共立出版 2017年

4583 ウイルス感染と常微分方程式  シリ－ズ・現象を解明する数学 ４自然科学 岩見真吾　佐藤佳 共立出版 2017年

4584 ウイルスってなに？ ４自然科学 今西二郎 金芳堂 2009年

4585 免疫学  初めの一歩は絵で学ぶ ４自然科学 田中稔之 じほう 2016年

4586 スタンダ－ド免疫学 ４自然科学 小林芳郎（免疫学）　笠原忠 丸善出版 2018年

4587 免疫学の入門 ４自然科学 今西二郎 金芳堂 2018年

4588 シンプル免疫学 ４自然科学 中島泉（免疫学）　髙橋利忠 南江堂 2017年

4589 免疫 ４自然科学 矢田純一 東京化学同人 2015年

4590 絵でわかる寄生虫の世界  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 長谷川英男　小川和夫 講談社 2016年

4591 寄生蟲図鑑 ４自然科学 目黒寄生虫館　大谷智通 講談社 2018年

4592 産科  病気がみえる．ｖｏｌ．１０ ４自然科学 メディックメディア 2018年

4593 糖尿病・代謝・内分泌  病気がみえる．ｖｏｌ．３ ４自然科学 メディックメディア 2014年

4594 腎・泌尿器  病気がみえる．ｖｏｌ．８ ４自然科学 メディックメディア 2014年
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4595 婦人科・乳腺外科  病気がみえる．ｖｏｌ．９ ４自然科学 メディックメディア 2018年

4596 消化器  病気がみえる：チ－ム医療を担う医療人共通のテキスト．ｖｏｌ．１ ４自然科学 メディックメディア 2016年

4597 運動器・整形外科  病気がみえる：チ－ム医療を担う医療人共通のテキスト．ｖｏｌ．１１ ４自然科学 メディックメディア 2017年

4598 呼吸器  病気がみえる：チ－ム医療を担う医療人共通のテキスト．ｖｏｌ．４ ４自然科学 メディックメディア 2018年

4599
免疫・膠原病・感染症  病気がみえる：チ－ム医療を担う医療人共通のテキスト．ｖｏｌ．
６

４自然科学 メディックメディア 2018年

4600 終末期の苦痛がなくならない時、何が選択できるのか？ ４自然科学 森田達也 医学書院 2017年

4601 臨床医学 ４自然科学 田中明　宮坂京子 羊土社 2015年

4602 ２週間でマスタ－するエビデンスの読み方・使い方のキホン ４自然科学 能登洋 南江堂 2013年

4603 医師ならば知っておくべき意外な事実  テイラ－先生のクリニカル・パ－ル ４自然科学 ロバ－ト・Ｂ．テ－ラ－　小泉俊三
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

4604
今日から実践！日常診療に役立つ行動医学・心身医学アプロ－チ  医学のあゆみＢＯ
ＯＫＳ

４自然科学 吉内一浩 医歯薬出版 2018年

4605 極論で語る総合診療 ４自然科学 桑間雄一郎　香坂俊 丸善出版 2016年

4606 総合診療徹底攻略１００のｔｉｐｓ ４自然科学 根本隆章 中外医学社 2017年

4607 内科で診る不定愁訴 ４自然科学 國松淳和　加藤温 中山書店 2014年

4608 総合診療力を磨く４０の症候・症例カンファレンス ４自然科学 加計正文　神田善伸 南江堂 2014年

4609 集中治療９９９の謎 ４自然科学 田中竜馬
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

4610 教えて！ＩＣＵ集中治療に強くなる ｐａｒｔ２ ４自然科学 早川桂 羊土社 2015年

4611 教えて！ＩＣＵ集中治療に強くなる ｐａｒｔ３ ４自然科学 早川桂 羊土社 2017年

4612 救急・集中治療における臨床倫理 ４自然科学 前田正一　氏家良人 克誠堂出版 2016年

4613 保険診療におけるカルテ記載のあり方 ４自然科学 高木泰 診断と治療社 2015年

4614 メディカルスタッフのための臨床医学 ４自然科学 吉澤篤人　矢崎義雄 医薬ジャ－ナル社 2016年

4615 できる！臨床研究最短攻略５０の鉄則 ４自然科学 康永秀生 金原出版 2017年

4616 超簡単！！研究倫理審査と申請 ４自然科学 飯嶋久志　氏原淳 薬事日報社 2018年

4617 看護・栄養指導のための臨床検査ハンドブック ４自然科学 奈良信雄 医歯薬出版 2014年

4618 臨床検査値の読み方考え方ケ－ススタディ ４自然科学 奈良信雄 医歯薬出版 2014年

4619 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのための診療ガイドライン活用法 ４自然科学 医歯薬出版 2017年

4620 リハスタッフのためのイチからわかる臨床検査値活用術 ４自然科学 美津島隆　山内克哉 メジカルビュ－社 2018年

4621 臨床実習フィ－ルドガイド ４自然科学 石川朗　内山靖 南江堂 2014年

4622 リハに役立つ検査値の読み方・とらえ方 ４自然科学 田屋雅信　松田雅弘 羊土社 2018年

4623 診断力が高まる解剖×画像所見×身体診察マスタ－ブック ４自然科学 前田恵理子 医学書院 2018年

4624 診断に役立つ臨床画像集 ４自然科学 日本臨床内科医会 インテルナ出版 2015年

4625 診断力強化トレ－ニング ２ ４自然科学 酒見英太　京都ＧＩＭカンファレンス 医学書院 2015年

4626 総合内科ただいま診断中！フレ－ム法で、もうコワくない ４自然科学 徳田安春　森川暢 中外医学社 2018年

4627 ヒラメキ！診断推論 ４自然科学 野口善令 南江堂 2016年

4628 検査デ－タの「？」に答えます！ ４自然科学 〆谷直人 文光堂 2018年

4629 病気がわかる検査値ガイド ４自然科学 斉藤嘉禎 金原出版 2016年

4630 検査値の読み方・考え方 ４自然科学 西崎統　村田満 総合医学社 2014年

4631 検査値ハンドブック ４自然科学 中原一彦 総合医学社 2017年

4632 診断に直結する検査値の読み方事典 ４自然科学 池田均　中原一彦 総合医学社 2014年

4633 健診・人間ドックハンドブック ４自然科学 小川哲平　天野隆弘 中外医学社 2016年

4634 考える臨床検査  Ｂｕｎｋｏｄｏ　Ｅｓｓｅｎｔｉａｌ　＆　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍ ４自然科学 松尾収二　文光堂 文光堂 2015年

4635 検査値ベ－シックレクチャ－ ４自然科学 宮地勇人 文光堂 2015年

4636 救急で使える超音波診断マニュアル ４自然科学
ビッキ・Ｅ．ノ－ブル　ブレット・Ｐ．ネルソ
ン

メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2014年

4637 救急超音波診 ４自然科学
本多英喜　Ｊ－ＰＯＣＫＥＹＳ開発ワ－キ
ングチ－ム

羊土社 2016年

4638 救急画像診断「超」入門 ４自然科学 船曵知弘
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年
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4639 コンパクトガイド検査値事典 ４自然科学 中原一彦 総合医学社 2012年

4640 検査値ハンドブック＜ポケット版＞ ４自然科学 中原一彦 総合医学社 2018年

4641 緊急検査すぐ確認！！ ４自然科学 三宅康史 ぱ－そん書房 2017年

4642 ＰＴ・ＯＴ基礎から学ぶ画像の読み方 ４自然科学 中島雅美　中島喜代彦 医歯薬出版 2016年

4643 検査値の読み方・考え方〈ポケットブック〉 ４自然科学 西崎統　村上純子（臨床検査） 総合医学社 2011年

4644 身体診察免許皆伝  ジェネラリストＢＯＯＫＳ ４自然科学 平島修　志水太郎 医学書院 2017年

4645 外来で診る不明熱 ４自然科学 加藤温　國松淳和 中山書店 2017年

4646 ケ－スで学ぶ不明熱の診断学 ４自然科学 野口善令　横江正道 文光堂 2018年

4647 脳波解析入門 ４自然科学 開一夫　金山範明 東京大学出版会 2016年

4648 髄液検査デ－タブック ４自然科学 水澤英洋　太田浄文 新興医学出版社 2017年

4649 デジタル脳波の記録・判読の手引き ４自然科学 日本臨床神経生理学会 診断と治療社 2015年

4650 症例から考える針筋電図 ４自然科学 関口兼司　幸原伸夫 診断と治療社 2017年

4651 ここに気をつける！誘発電位ナビ ４自然科学 飛松省三 南山堂 2017年

4652 ここに目をつける！脳波判読ナビ ４自然科学 飛松省三 南山堂 2016年

4653 脳波に慣れる！デジタル脳波入門　脳波超速ラ－ニング ４自然科学 飛松省三 南山堂 2018年

4654 臨床脳波検査スキルアップ ４自然科学 所司睦文　小野澤裕也 金原出版 2017年

4655 ワンランク上の検査値の読み方・考え方 ４自然科学 本田孝行 総合医学社 2014年

4656 これだけは知っておきたい！くすりでひける臨床検査 ４自然科学 中村敏明 じほう 2017年

4657 在宅医療チ－ムのための臨床検査 ４自然科学 臨床検査振興協議会 じほう 2016年

4658 臨床検査デ－タブックコンパクト版 ４自然科学 高久史麿　黒川清 医学書院 2017年

4659 慢性疼痛の認知行動療法 ４自然科学 伊豫雅臣　齋藤繁 日本医事新報社 2016年

4660 実践鎮痛・鎮静・せん妄管理ガイドブック ４自然科学 日本集中治療医学会 総合医学社 2016年

4661
日本版・集中治療室における成人重症患者に対する痛み・不穏・せん妄管理のための
臨床

４自然科学 日本集中治療医学会 日本集中治療医学会 2015年

4662 重症患者の痛み・不穏・せん妄実際どうする？  Ｓｕｒｖｉｖｉｎｇ　ＩＣＵシリ－ズ ４自然科学 布宮伸 羊土社 2015年

4663 ＩＣＵ／ＣＣＵの急性血液浄化療法の考え方，使い方 ４自然科学 大野博司 中外医学社 2014年

4664 在宅人工呼吸器ケア実践ガイド ４自然科学 川口有美子　小長谷百絵 医歯薬出版 2016年

4665 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのための気道吸引実践マニュアル ４自然科学 平林弦大　高島恵 文光堂 2013年

4666 え！？ここまでわかるの？人工呼吸器グラフィックス ４自然科学
ジョナサン・Ｂ．ウォ－　ヴィジェイ・Ｍ．
デシュパンデ

メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

4667 人工呼吸器の本アドバンス ４自然科学 ウィリアム・オ－ウェンズ　田中竜馬
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

4668 人工呼吸器の本エッセンス ４自然科学 ウィリアム・オ－ウェンズ　田中竜馬
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

4669 よくわかる人工呼吸管理テキスト ４自然科学 並木昭義　氏家良人 南江堂 2014年

4670 Ｄｒ．竜馬の病態で考える人工呼吸管理 ４自然科学 田中竜馬 羊土社 2014年

4671 やさしくわかるＥＣＭＯの基本 ４自然科学 氏家良人　小倉崇以 羊土社 2018年

4672 わかって動ける！人工呼吸管理ポケットブック ４自然科学 志馬伸朗 羊土社 2014年

4673 ＨＯＰＥガイドブック ４自然科学
日本自殺予防学会　日本医療研究開発
機構障害者対策総合研究開

へるす出版 2018年

4674 救急・ＩＣＵの業務と薬Ｑ＆Ａ ４自然科学 海老原卓志　加藤隆寛 じほう 2014年

4675 ＪＰＴＥＣガイドブック ４自然科学 ＪＰＴＥＣ協議会 へるす出版 2016年

4676 ＪＰＴＥＣ外傷のためのファ－ストレスポンダ－テキスト ４自然科学 ＪＰＴＥＣ協議会 へるす出版 2016年

4677 ＰＣＥＣガイドブック ２０１６ ４自然科学
ＰＣＥＣ・ＰＳＬＳ改訂小委員会　日本臨
床救急医学会

へるす出版 2015年

4678 救急蘇生法の指針 医療従事者用　２０１５ ４自然科学 日本救急医療財団 へるす出版 2016年

4679 救急蘇生法の指針 市民用　２０１５ ４自然科学 日本救急医療財団 へるす出版 2016年

4680 救急蘇生法の指針 市民用・解説編　２０１５ ４自然科学 日本救急医療財団 へるす出版 2016年

4681 救急隊員による疾病の観察・処置の標準化　ＰＥＭＥＣガイドブック２０１７ ２０１７ ４自然科学 へるす出版 2017年

4682 開講！神戸中央市民ＥＲ＋ＩＣＵスク－ル ４自然科学
神戸市立医療センタ－中央市民病院救
命救急

メディカ出版 2018年
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4683 救急救命スタッフのためのＩＴＬＳアクセス ４自然科学
ロイ・Ｌ．アルソン　Ｗｍ．ブル－ス・パタ
－ソン

メディカ出版 2017年

4684 気道管理ガイドブック ４自然科学 黒岩政之　岡本浩嗣 真興交易医書出版部 2015年

4685 救急処置スキルブック 上巻 ４自然科学 芦沢猛　齊藤英一 晴れ書房 2016年

4686 ＥＲ・ＩＣＵスタッフ必携マニュアル ４自然科学 今泉均　升田好樹 南江堂 2015年

4687 地域とつながる高齢者救急実践ガイド ４自然科学 太田祥一　羽生春夫 南山堂 2016年

4688 心拍再開後ケアと低体温療法トレ－ニングマニュアル ４自然科学 日本蘇生協議会 日本蘇生協議会出版部 2015年

4689 薬剤師のための動ける！救急・災害ガイドブック ４自然科学 平出敦　田口博一 羊土社 2016年

4690 好きになる救急医学  好きになるシリ－ズ ４自然科学 小林国男 講談社 2016年

4691 救急医療達人に学ぶ！ ｖｏｌ．３ ４自然科学 磯谷栄二 真興交易医書出版部 2015年

4692 ねころんで読める抗菌薬 ４自然科学 矢野邦夫 メディカ出版 2014年

4693 “実践的”抗菌薬の選び方・使い方 ４自然科学 細川直登 医学書院 2014年

4694 処置時の鎮静・鎮痛ガイド ４自然科学 乗井達守　乗井達守 医学書院 2016年

4695 放射線医学 ４自然科学 矢野一行　森口武史 丸善出版 2014年

4696 ＰＴ・ＯＴのための画像のみかた ４自然科学 山下敏彦 金原出版 2016年

4697 救急撮影ガイドライン ４自然科学 日本救急撮影技師認定機構 へるす出版 2016年

4698 骨腫瘍の画像診断 ４自然科学 尾崎敏文　国定俊之 メジカルビュ－社 2015年

4699 骨関節Ｘ線像のみかた ４自然科学 白倉賢二 医歯薬出版 2011年

4700 Ｘ線像で診る下肢 ４自然科学 大谷俊郎　松本秀男 南江堂 2011年

4701 ＣＤ－ＲＯＭでレッスン脳画像の読み方 ４自然科学 石原健司 医歯薬出版 2017年

4702 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのための脳画像のみかたと神経所見 ４自然科学 森惟明　鶴見隆正 医学書院 2010年

4703 臨床が変わる！ＰＴ・ＯＴのための認知行動療法入門 ４自然科学 マリ－・ダナヒ－　マギ－・ニコル 医学書院 2014年

4704 ＰＴ・ＯＴ学生のための実習を乗り切るらくらく実践術 ４自然科学 長野康博 医歯薬出版 2010年

4705 解剖学・生理学・運動学に基づく動作分析 ４自然科学 奈良勲 医歯薬出版 2018年

4706 系統別・治療手技の展開 ４自然科学 竹井仁　黒澤和生 協同医書出版社 2014年

4707 理学療法・作業療法のＳＯＡＰノ－トマニュアル ４自然科学
ギンゲ・ケッテンバッハ　柳澤健（理学療
法）

協同医書出版社 2000年

4708 ＰＴ・ＯＴ学生の文章力を育てる！レポ－トの書き方 ４自然科学 高谷修 金芳堂 2016年

4709 これで解決！　ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ臨床実習まるごとガイド ４自然科学 大塚裕一 金芳堂 2017年

4710 運動療法エビデンスレビュ－ ４自然科学 松永篤彦　神谷健太郎 文光堂 2018年

4711 エビデンスから身につける物理療法  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 庄本康治 羊土社 2017年

4712 内部障害理学療法学  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 松尾善美 羊土社 2016年

4713 理学療法概論  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 庄本康治 羊土社 2017年

4714 ＰＴ・ＯＴ基礎固めヒント式トレ－ニング基礎医学編 ４自然科学 ヒントレ研究所 南江堂 2018年

4715 ＰＴ・ＯＴ基礎固めヒント式トレ－ニング臨床医学編 ４自然科学 ヒントレ研究所 南江堂 2018年

4716 「作業」って何だろう ４自然科学 吉川ひろみ 医歯薬出版 2017年

4717 ＰＴ・ＯＴのための臨床研究はじめの一歩 ４自然科学 山田実　土井剛彦 羊土社 2016年

4718 ＰＴ症例レポ－ト赤ペン添削ビフォ－＆アフタ－ ４自然科学 相澤純也　美﨑定也 羊土社 2016年

4719 解いて納得！身につける理学療法内部障害の症例検討 ４自然科学 玉木彰　森沢知之 羊土社 2017年

4720 高齢者理学療法学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　山田和政 南江堂 2017年

4721 内部障害理学療法学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　山﨑裕司（理学療法） 南江堂 2017年

4722 物理療法学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 木村貞治　沖田実 南江堂 2013年

4723 理学療法概論テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　中島喜代彦 南江堂 2017年

4724 理学療法評価学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　星文彦 南江堂 2017年

4725 内部障害に対する運動療法 ４自然科学 古川順光　田屋雅信 メジカルビュ－社 2018年

4726 筋機能改善の理学療法とそのメカニズム ４自然科学 望月久（理学療法学）　山田茂 ナップ 2014年
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4727 ＰＴ臨床実習チェックリスト ４自然科学 青木主税　飯田修平 メジカルビュ－社 2018年

4728 ＰＴ臨床実習ル－トマップ ４自然科学 柳澤健（理学療法） メジカルビュ－社 2011年

4729 基礎理学療法概論 ４自然科学 網本和　加藤宗規 メジカルビュ－社 2018年

4730 標準理学療法学 運動療法学　各論 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 吉尾雅春　横田一彦 医学書院 2016年

4731 標準理学療法学 運動療法学　総論 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 吉尾雅春　横田一彦 医学書院 2016年

4732 標準理学療法学 骨関節理学療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 吉尾雅春　小柳磨毅 医学書院 2013年

4733 標準理学療法学 内部障害理学療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 吉尾雅春　高橋哲也 医学書院 2013年

4734 標準理学療法学 理学療法臨床実習とケ－ススタデ Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 鶴見隆正　辻下守弘 医学書院 2011年

4735 標準理学療法学・作業療法学  整形外科学　第4版  ＳＴＡＮＤＡＲＤ　ＴＥＸＴＢＯＯＫ ４自然科学 奈良勲　鎌倉矩子 医学書院 2017年

4736 生理学  標準理学療法学・作業療法学　専門基礎分野　ＳＴＡＮＤＡＲＤ ４自然科学 奈良勲　鎌倉矩子 医学書院 2018年

4737 神経理学療法学  標準理学療法学専門分野 ４自然科学 奈良勲　吉尾雅春 医学書院 2018年

4738 “臨床思考”が身につく運動療法Ｑ＆Ａ  理学療法ＮＡＶＩ ４自然科学 高橋哲也 医学書院 2016年

4739 ここで差がつく“背景疾患別”理学療法Ｑ＆Ａ  理学療法ＮＡＶＩ ４自然科学 高橋哲也 医学書院 2016年

4740 ここに注目！実践，リスク管理読本  理学療法ＮＡＶＩ ４自然科学 高橋哲也 医学書院 2018年

4741 臨床の“疑問”を“研究”に変える臨床研究ｆｉｒｓｔ　ｓｔａｇｅ  理学療法ＮＡＶＩシリ－ズ ４自然科学 網本和　高倉保幸 医学書院 2017年

4742 そのとき理学療法士はこう考える ４自然科学 藤野雄次 医学書院 2017年

4743 運動機能障害の「なぜ？」がわかる評価戦略 ４自然科学 工藤慎太郎 医学書院 2017年

4744 基礎理学療法学  ビジュアルレクチャ－ ４自然科学 大橋ゆかり 医歯薬出版 2011年

4745 理学療法基礎治療学 １ ビジュアルレクチャ－ ４自然科学 中山孝 医歯薬出版 2012年

4746 理学療法基礎治療学 ２ ビジュアルレクチャ－ ４自然科学 中山孝　菅原仁 医歯薬出版 2012年

4747 理学療法基礎治療学 ３ ビジュアルレクチャ－ ４自然科学 中山孝　土屋辰夫 医歯薬出版 2012年

4748 理学療法基礎評価学  ビジュアルレクチャ－ ４自然科学 臼田滋 医歯薬出版 2014年

4749 エビデンスに基づく理学療法クイックリファレンス ４自然科学 内山靖 医歯薬出版 2017年

4750 実践！理学療法スキル ４自然科学 小林賢 医歯薬出版 2010年

4751 統合と解釈がよくわかる実践！理学療法評価学 ４自然科学 上杉雅之 医歯薬出版 2018年

4752 理学療法管理学 ４自然科学 奈良勲 医歯薬出版 2018年

4753 理学療法評価学 ４自然科学 松澤正　江口勝彦 金原出版 2018年

4754 ＰＴ／ＯＴリハ演習メソッド ４自然科学 杉江秀夫 診断と治療社 2016年

4755 内部障害理学療法学循環・代謝  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 石川朗　木村雅彦 中山書店 2017年

4756 理学療法概論  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 石川朗　浅香満 中山書店 2017年

4757 病態からみた理学療法内科編 ４自然科学 高橋仁美 中山書店 2018年

4758 臨床の「なぜ？どうして？」がわかる病態からみた理学療法外科編 ４自然科学 高橋仁美 中山書店 2018年

4759 ３日間で行う理学療法臨床評価プランニング ４自然科学 中山恭秀 南江堂 2013年

4760 実践理学療法ス－パ－バイズマニュアル ４自然科学 新田收　小林賢 南江堂 2011年

4761 理学療法管理学 ４自然科学 植松光俊　中川法一 南江堂 2018年

4762 臨床デ－タから読み解く理学療法学 ４自然科学 安保　雅博　中山　恭秀 南江堂 2017年

4763 ベッドサイド理学療法の基本技術・技能  臨床思考を踏まえる理学療法プラクティス ４自然科学 嶋田智明　有馬慶美 文光堂 2013年

4764 感覚入力で挑む  臨床思考を踏まえる理学療法プラクティス ４自然科学 斉藤秀之　加藤浩 文光堂 2016年

4765 ケ－スで学ぶ徒手理学療法クリニカルリ－ズニング ４自然科学 藤縄理　林寛 文光堂 2017年

4766 コンディショニング・ケアのための物理療法実践マニュアル ４自然科学 川口浩太郎 文光堂 2016年

4767 運動のつながりから導く肩の理学療法 ４自然科学 千葉慎一 文光堂 2017年

4768 回復期につながる急性期理学療法の実際 ４自然科学 井上悟　松尾善美 文光堂 2014年

4769 概説理学療法 ４自然科学 文光堂 2015年

4770 終末期理学療法の実践 ４自然科学 日高正巳　桑山浩明 文光堂 2015年

272



Ｎｏ タイトル 分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧（主な専門書・新規）

4771 身体が求める運動とは何か ４自然科学 水口慶高　山岸茂則 文光堂 2017年

4772 図解運動療法ガイド ４自然科学 内山靖　奈良勲 文光堂 2017年

4773 図解理学療法技術ガイド ４自然科学 石川斉　武富由雄 文光堂 2014年

4774 卒前・卒後教育に役立つ理学療法士育成ＯＪＴテキスト ４自然科学 斉藤秀之　有馬慶美 文光堂 2017年

4775 理学療法研究の進めかた ４自然科学 森山英樹 文光堂 2014年

4776 理学療法士のための在宅療養者の診かた ４自然科学 杉元雅晴 文光堂 2015年

4777 理学療法評価学 ４自然科学 市橋則明 文光堂 2016年

4778 理学療法臨床診断学への志向 ４自然科学 有馬慶美 文光堂 2010年

4779 クリニカルリ－ズニングで内部障害の理学療法に強くなる！ ４自然科学 相澤純也　田屋雅信 羊土社 2017年

4780 理学療法のための筋力トレ－ニングと運動学習 ４自然科学 畠中泰彦 羊土社 2018年

4781 コアセラピーの理論と実践  ＫＳスポーツ医科学書 ４自然科学 平沼　憲治　監修　岩崎　由純　監修 講談社 2011年

4782 運動学実習  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法・作業療法テキスト ４自然科学 小島悟　小林麻衣 中山書店 2016年

4783 内部障害理学療法学呼吸  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 石川朗　玉木彰 中山書店 2017年

4784 理学療法評価学 １ １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 森山英樹 中山書店 2013年

4785 理学療法評価学 ２ １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 森山英樹 中山書店 2013年

4786 運動療法としてのピラティスメソッド ４自然科学 近良明　桑原匠司 文光堂 2017年

4787 図解スポ－ツ傷害とリハビリ治療のためのテ－ピング技術 ４自然科学 アン・ケイル　伊藤和憲 緑書房（中央区） 2016年

4788 理学療法学生のための続症例レポ－トの書き方 ４自然科学 八木幸一　宮原英夫 朝倉書店 2014年

4789 症候障害学序説 ４自然科学 内山靖 文光堂 2006年

4790 理学療法の本質を問う ４自然科学 奈良勲 医学書院 2002年

4791 治療の目でみるレクリエ－ション ４自然科学 高橋精一郎　清水和代 九州神陵文庫 2010年

4792 標準理学療法学・作業療法学 臨床心理学 臨床心理学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 町沢静夫　奈良勲 医学書院 2001年

4793 腰部と骨盤の手技療法 ４自然科学 ジョセフ・Ｅ．マスコリ－ノ　木戸正雄 緑書房（中央区） 2017年

4794 頚部の手技療法 ４自然科学 ジョセフ・Ｅ．マスコリ－ノ　伊藤和憲 緑書房（中央区） 2016年

4795 テ－ピング療法最前線  医道の日本ＰＬＵＳ ４自然科学 医道の日本社 2018年

4796 先端医療を支える工学  新コロナシリ－ズ ４自然科学 日本生体医工学会 コロナ社 2014年

4797 医用機器安全管理学  臨床工学講座 ４自然科学 篠原一彦　出渕靖志 医歯薬出版 2015年

4798 病院の設備が一番わかる  しくみ図解シリ－ズ ４自然科学 稲葉明　山崎ひろみ 技術評論社 2014年

4799 医用画像情報学  診療放射線技術選書 ４自然科学 桂川茂彦 南山堂 2014年

4800 必携救急資器材マニュアル ４自然科学 安田康晴 ぱ－そん書房 2015年

4801 医療機器承認便覧  平成29年版 ４自然科学 薬務公報社 編 薬務公報社

4802 医療機器開発ガイド ４自然科学 医療機器センタ－ 編 薬事日報社 2016年

4803 看護師のためのこれならわかる！伝わるレポ－ト・論文の書き方 ４自然科学 福富馨 ナツメ社 2018年

4804
Ｎｕｒｓｉｎｇ　ＢＵＳｉＮＥＳＳ： ロジカルシンキングプレゼンテ－ションファシリテ－ションま
るごとＢＯＯＫ

４自然科学 ナ－シングビジネス編集室 メディカ出版 2017年

4805 看護におけるクリティカルシンキング教育：良質の看護実践を生み出す力 ４自然科学 楠見孝：津波古澄子 医学書院 2017年

4806 在宅におけるエンドオブライフ・ケア ４自然科学 島内節　内田陽子 ミネルヴァ書房 2015年

4807 高齢者の望む平穏死を支える医療と看護 ４自然科学 長尾和宏 メディカ出版 2015年

4808 在宅現場の地域包括ケア ４自然科学 秋山正子 医学書院 2016年

4809 退院支援ガイドブック ４自然科学 坂井志麻　宇都宮宏子 学研メディカル秀潤社 2015年

4810 「在宅ホスピス」という仕組み  新潮選書 ４自然科学 山崎章郎 新潮社 2018年

4811 グラウンデッド・セオリ－・アプロ－チ  ワ－ドマップ ４自然科学 戈木クレイグヒル滋子 新曜社 2016年

4812 高齢者のエンドオブライフ・ケア実践ガイドブック 第１巻 ４自然科学 桑田美代子　湯浅美千代 中央法規出版 2016年

4813 高齢者のエンドオブライフ・ケア実践ガイドブック 第２巻 ４自然科学 桑田美代子　湯浅美千代 中央法規出版 2016年

4814 ト－タルケアをめざす褥瘡予防のためのポジショニング ４自然科学 田中マキ子　北出貴則 照林社 2018年

273



Ｎｏ タイトル 分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧（主な専門書・新規）

4815 さいごまで「自分らしく」あるために ４自然科学 山崎章朗　二ノ坂保喜 春秋社 2018年

4816 ＡＬＳマニュアル決定版！ ４自然科学 『難病と在宅ケア』編集部　中島孝 日本プランニングセンタ－ 2008年

4817 対人関係とコミュニケ－ション ４自然科学 渡邊敦子　安齊順子 北樹出版 2015年

4818 透析患者の食事指導最重要ポイントＢＯＯＫ ４自然科学 井上啓子 メディカ出版 2016年

4819 マタニティアセスメントガイド ４自然科学 吉沢豊予子　鈴木幸子 真興交易医書出版部 2016年

4820 ビビらず当直できる内科救急のオキテ ４自然科学 坂本壮 医学書院 2017年

4821 シンプル内科学 ４自然科学 寺野彰　菅谷仁 南江堂 2017年

4822 なるほどなっとく！内科学 ４自然科学 浅野嘉延 南山堂 2016年

4823 メディカルスタッフのための内科学 ４自然科学 伊東進　森博愛 医学出版社 2013年

4824 動きながら考える！内科救急診療のロジック ４自然科学 松原知康　吉野俊平 南山堂 2016年

4825 内科学 ４自然科学 門脇孝　永井良三 西村書店（新潟） 2016年

4826 医療系学生のための合格授業！内科学 ４自然科学 永井恒志 中外医学社 2017年

4827 内科外来診療ｎａｖｉ ４自然科学 富野康日己 中外医学社 2017年

4828 心身医療のための認知行動療法ハンドブック ４自然科学 ア－サ－・Ｊ．バ－スキ－　村松公美子 新興医学出版社 2014年

4829 心身症臨床のまなざし ４自然科学 矢吹弘子　筒井末春 新興医学出版社 2014年

4830 心とからだの健康教室 ４自然科学 桃谷裕子　山本晴義 新興医学出版社 2010年

4831 痛みに悩んでいるあなたへ  ＫＵＰ医学ライブラリ ４自然科学 外須美夫 九州大学出版会 2017年

4832 おもしろサイエンス疲労と回復の科学 ４自然科学 渡辺恭良　水野敬 日刊工業新聞社 2018年

4833 理学療法から診る廃用症候群 ４自然科学 奈良勲　神戸晃男 文光堂 2014年

4834 慢性痛のサイエンス ４自然科学 半場道子 医学書院 2017年

4835 慢性疾患の認知行動療法 セラピストガイド ４自然科学
スティ－ブン・Ａ．サフレン　ジェフリ－・
Ｓ．ゴンザレス

診断と治療社 2015年

4836 慢性疾患の認知行動療法 ワ－クブック ４自然科学
スティ－ブン・Ａ．サフレン　ジェフリ－・
Ｓ．ゴンザレス

診断と治療社 2015年

4837 糖尿病作って食べて学べるレシピ ４自然科学 高村宏　飯塚理恵 医学書院 2015年

4838 病を引き受けられない人々のケア ４自然科学 石井均 医学書院 2015年

4839 糖尿病の療養指導Ｑ＆Ａ ｖｏｌ．１ プラクティス・セレクション ４自然科学 『プラクティス』編集委員会 医歯薬出版 2018年

4840 女子栄養大学栄養クリニックの血糖値を下げる！ ４自然科学 弥冨秀江　女子栄養大学栄養クリニック 技術評論社 2016年

4841 時短カンタン糖尿病ごはん  作りおきシリ－ズ食事療法 ４自然科学 女子栄養大学栄養クリニック 女子栄養大学出版部 2019年

4842 糖尿病の満足ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 高橋徳江　綿田裕孝 女子栄養大学出版部 2014年

4843 ６０歳からの血糖コントロ－ルごはん ４自然科学 荒木厚　府川則子 女子栄養大学出版部 2018年

4844 糖尿病管理に携わるすべての人のためのセミナ－糖尿病アドバイス ４自然科学 田中逸 日本医事新報社 2014年

4845 カ－ボカウントの手びき ４自然科学 日本糖尿病学会 文光堂 2017年

4846 医療者のためのカ－ボカウント指導テキスト ４自然科学 日本糖尿病学会 文光堂 2017年

4847 糖尿病食事療法のための食品交換表 活用編 ４自然科学 日本糖尿病学会 文光堂 2015年

4848 糖尿病・腎臓病・透析患者のやる気を引き出すコ－チング ４自然科学 坂井敦子 メディカ出版 2018年

4849 悪液質とサルコペニア ４自然科学 荒金英樹　若林秀隆 医歯薬出版 2014年

4850 身体機能・歩行動作からみたフットケア ４自然科学 野村卓生　河辺信秀 文光堂 2016年

4851 糖尿病の理学療法 ４自然科学 大平雅美　石黒友康 メジカルビュ－社 2015年

4852 理学療法士のためのわかったつもり？！の糖尿病知識Ｑ＆Ａ ４自然科学 石黒友康　田村好史 医歯薬出版 2016年

4853 糖尿病治療における理学療法 ４自然科学 野村卓生 文光堂 2015年

4854 病院前血糖測定ＰＭＢＧ実践テキスト ４自然科学 南和　小澤直子 ぱ－そん書房 2014年

4855 救急・ＩＣＵの体液管理に強くなる ４自然科学 小林修三　土井研人 羊土社 2015年

4856 アレルギ－のはなし ４自然科学 秋山一男　大田健 朝倉書店 2017年

4857 いま知っておきたい食物アレルギ－ケ－スファイル３０ ４自然科学 吉原重美 診断と治療社 2017年

4858 薬物依存症の回復支援ハンドブック ４自然科学 成瀬暢也 金剛出版 2016年
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4859 誰にでもできる薬物依存症の診かた ４自然科学 成瀬暢也 中外医学社 2017年

4860 溺れる脳 ４自然科学 マイケル・ク－ハ－　舩田正彦 東京化学同人 2014年

4861 本当に怖い！薬物依存がわかる本 ４自然科学 西勝英 西村書店（新潟） 2014年

4862 つながりから考える薬物依存症 ４自然科学 岩室紳也　松本俊彦 大修館書店 2018年

4863 アルコ－ル依存症治療革命 ４自然科学 成瀬暢也 中外医学社 2017年

4864 絵でわかる食中毒の知識  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 伊藤武　西島基弘 講談社 2015年

4865 いつもと違う高齢者をみたら  高齢者ケアのキ－ノ－ト ４自然科学 荒井千明 医歯薬出版 2018年

4866 フレイル ４自然科学 葛谷雅文　雨海照祥 医歯薬出版 2014年

4867 ライフスタイル療法 １ ４自然科学 足達淑子 医歯薬出版 2014年

4868 転倒予防のすべてがわかる本  介護ライブラリ－ ４自然科学 松本健史 講談社 2018年

4869 日本で老いて死ぬということ ４自然科学 朝日新聞社 朝日新聞出版 2016年

4870 高齢者の飲んでいる薬がわかる本 ４自然科学 秋下雅弘　長瀬亜岐 医学書院 2018年

4871 健診・健康管理専門職のための新セミナ－生活習慣病 ４自然科学 田中逸 日本医事新報社 2018年

4872 転倒予防のための運動機能向上トレ－ニングマニュアル ４自然科学 植松光俊　下野俊哉 南江堂 2013年

4873 “私らしさ”を支えるための高齢期作業療法１０の戦略 ４自然科学 村田和香 医学書院 2017年

4874 高齢者のその人らしさを捉える作業療法 ４自然科学 籔脇健司 文光堂 2015年

4875 イラストでわかる高齢者の生活機能向上支援 ４自然科学 山田実（老年学） 文光堂 2017年

4876 老人のリハビリテ－ション ４自然科学 福井圀彦　前田真治 医学書院 2015年

4877 フレイルの予防とリハビリテ－ション ４自然科学 島田裕之 医歯薬出版 2015年

4878 ライフスタイル改善の実践と評価  統計ライブラリ－ ４自然科学 山岡和枝　安達美佐 朝倉書店 2015年

4879 医療・介護スタッフのための高齢者の転倒・骨折予防 ４自然科学 萩野浩 医薬ジャ－ナル社 2015年

4880 生活習慣病と健康管理 ４自然科学 斎藤征夫　柏原征子 診断と治療社 2014年

4881 ここが知りたい生活習慣病・腎臓病・高血圧対策Ｑ＆Ａ１００ ４自然科学 富野康日己 中外医学社 2012年

4882 フレイルハンドブック ４自然科学 荒井秀典 ライフ・サイエンス 2016年

4883 高齢者診療のワンポイント・アドバイス ４自然科学 岩本俊彦 ライフ・サイエンス 2016年

4884 多職種で取り組む転倒予防チ－ムはこう作る！ ４自然科学 武藤芳照　鈴木みずえ 新興医学出版社 2016年

4885 日本転倒予防学会認定転倒予防指導士公式テキストＱ＆Ａ ４自然科学 日本転倒予防学会　武藤芳照 新興医学出版社 2017年

4886 フレイルのみかた ４自然科学 荒井秀典 中外医学社 2018年

4887 横断的に見る老年医学 ４自然科学 山本章 中外医学社 2018年

4888 老年医療を通じて知る老化の予防 ４自然科学 山本章 中外医学社 2016年

4889 高齢者のポリファ－マシ－ ４自然科学 秋下雅弘 南山堂 2016年

4890 健康長寿診療ハンドブック ４自然科学 日本老年医学会 日本老年医学会 2011年

4891 高齢者の安全な薬物療法ガイドライン ２０１５ ４自然科学
日本老年医学会　日本医療研究開発機
構

日本老年医学会 2015年

4892 入院高齢者診療マニュアル  Ｂｕｎｋｏｄｏ　Ｅｓｓｅｎｔｉａｌ　＆　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍ ４自然科学 神崎恒一　文光堂 文光堂 2015年

4893 Ｑ＆Ａ生活習慣病の科学Ｎｅｏ ４自然科学 中尾一和 京都大学学術出版会 2016年

4894 医療被ばく相談Ｑ＆Ａ ４自然科学
日本診療放射線技師会医療被ばく安全
管理委員会

医療科学社 2018年

4895 熱中症 ４自然科学 日本救急医学会　三宅康史 へるす出版 2017年

4896 熱中症の現状と予防 ４自然科学 澤田晋一　三宅康史 杏林書院 2015年

4897 「なぜ」から導く循環器疾患のリハビリテ－ション ４自然科学 内昌之　高橋哲也 金原出版 2015年

4898 極論で語る循環器内科 ４自然科学 香坂俊 丸善出版 2014年

4899 脂質異常症診療ガイドＱ＆Ａ ４自然科学 寺本民生 南山堂 2014年

4900 ＥＲ・ＩＣＵで必要な循環器薬の知識と使い方 ４自然科学 香坂俊 総合医学社 2015年

4901 これだけは知っておきたい循環管理 ４自然科学 山科章 総合医学社 2016年

4902 Ｄｒ．竜馬のやさしくわかる集中治療循環・呼吸編 ４自然科学 田中竜馬 羊土社 2016年
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4903 弱った心臓を守る安心ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 佐藤直樹　森本千秋 女子栄養大学出版部 2019年

4904 心不全の緩和ケア ４自然科学 大石醒悟　高田弥寿子 南山堂 2014年

4905 わかる！できる！心臓リハビリテ－ションＱ＆Ａ ４自然科学 伊東春樹　百村伸一 医歯薬出版 2018年

4906 心臓リハビリテ－ションポケットマニュアル ４自然科学 ジャパンハ－トクラブ　伊東春樹 医歯薬出版 2016年

4907 眼でみる実践心臓リハビリテ－ション ４自然科学 安達仁 中外医学社 2017年

4908 心不全と骨格筋機能障害 ４自然科学 沖田孝一 文光堂 2018年

4909 ポケット版急性・慢性心不全診療ガイドライン ４自然科学 日本循環器学会　日本心不全学会 日本心不全学会 2018年

4910 実践ＥＢＭ心臓リハビリテ－ション ４自然科学 松尾善美　上嶋健治 文光堂 2016年

4911 イラストでわかる患者さんのための心臓リハビリ入門 ４自然科学 上月正博　伊藤修（内部障害学） 中外医学社 2012年

4912 更年期からのコレステロ－ルを下げる毎日ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 田中明（栄養医学）　春日千加子 女子栄養大学出版部 2018年

4913 日本整形外科学会症候性静脈血栓塞栓症予防ガイドライン２０１７ ４自然科学 日本整形外科学会 南江堂 2017年

4914 抗血栓薬クリニカルクエスチョン１００ ４自然科学 幸原伸夫　古川裕 診断と治療社 2017年

4915 高血圧の毎日ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 佐藤直樹　森本千秋 女子栄養大学出版部 2018年

4916 先天性骨髄不全症診療ガイドライン ２０１７ ４自然科学 日本小児血液・がん学会 診断と治療社 2017年

4917
管理栄養士のための呼吸ケアとリハビリテ－ション  呼吸ケア＆リハビリテ－ションシリ
－ズ

４自然科学 石川朗　田中弥生（栄養士） 中山書店 2019年

4918 呼吸・心臓リハビリテ－ション ４自然科学 高橋哲也　間瀬教史 羊土社 2015年

4919 呼吸ケア ４自然科学 塩谷隆信　高橋仁美 メジカルビュ－社 2011年

4920 呼吸リハビリテ－ションの理論と技術 ４自然科学 田中一正　柿崎藤泰 メジカルビュ－社 2014年

4921 呼吸リハビリテ－ション最前線 ４自然科学 塩谷隆信　高橋仁美 医歯薬出版 2014年

4922 訪問呼吸ケア・リハビリテ－ション ４自然科学 塩谷隆信　高橋仁美 中外医学社 2011年

4923 この３０題で呼吸理学療法に強くなる  理学療法ＮＡＶＩシリ－ズ ４自然科学 高橋仁美 医学書院 2017年

4924 非呼吸器科医へささげる呼吸器診療に恐怖を感じなくなる本 ４自然科学 倉原優 金芳堂 2018年

4925 その症状は“風邪”？ ４自然科学 橋口一弘　石井恵美 中山書店 2016年

4926 いびき！？眠気！？睡眠時無呼吸症を疑ったら ４自然科学 宮崎泰成　秀島雅之 羊土社 2018年

4927 症例に学ぶ成人呼吸ＥＣＭＯ管理 ４自然科学 前橋赤十字病院 へるす出版 2015年

4928 ＡＲＤＳ診療ガイドライン ２０１６　ｐａｒｔ２ ４自然科学
３学会合同ＡＲＤＳ診療ガイドライン２０１　
日本呼吸器学会

日本呼吸療法医学会 2016年

4929 在宅呼吸リハビリテ－ションポケットマニュアル ４自然科学 千葉哲也 医歯薬出版 2010年

4930 誤嚥性肺炎の予防とケア ４自然科学 前田圭介 医学書院 2017年

4931 今日からできる高齢者の誤嚥性肺炎予防 ４自然科学 東嶋美佐子　渡辺展江 医歯薬出版 2018年

4932 極論で語る消化器内科 ４自然科学 小林健二（消化器内科）　香坂俊 丸善出版 2018年

4933 高齢者のドライマウス ４自然科学 阪井丘芳 医歯薬出版 2017年

4934 おかずレパ－トリ－胃・十二指腸潰瘍  食事療法おいしく続けるシリ－ズ ４自然科学 宮崎招久　高橋徳江 女子栄養大学出版部 2017年

4935 胃・十二指腸潰瘍の安心ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 宮崎招久　高橋徳江 女子栄養大学出版部 2015年

4936 がん研有明病院の胃がん治療に向きあう食事 ４自然科学 中浜孝志　望月宏美 女子栄養大学出版部 2015年

4937 クロ－ン病・潰瘍性大腸炎のノンオイル作りおき  作りおきシリ－ズ食事療法 ４自然科学 田中可奈子 女子栄養大学出版部 2018年

4938 おかずレパ－トリ－過敏性腸症候群  食事療法おいしく続けるシリ－ズ ４自然科学 松枝啓　牧野直子 女子栄養大学出版部 2018年

4939 クロ－ン病・潰瘍性大腸炎の安心おかず  食事療法おいしく続けるシリ－ズ ４自然科学 田中可奈子　酒井英樹 女子栄養大学出版部 2016年

4940 過敏性腸症候群の安心ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 松枝啓 女子栄養大学出版部 2016年

4941 便秘解消の毎日ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 川邉正人　髙橋德江 女子栄養大学出版部 2018年

4942 がん研有明病院の大腸がん治療に向きあう食事 ４自然科学 高木久美　小西毅 女子栄養大学出版部 2015年

4943 おかずレパ－トリ－胆石・胆のう炎・膵炎  食事療法おいしく続けるシリ－ズ ４自然科学 加藤眞三　大木いづみ 女子栄養大学出版部 2017年

4944 おかずレパ－トリ－慢性肝炎・肝硬変  食事療法おいしく続けるシリ－ズ ４自然科学 加藤眞三　鈴木和子 女子栄養大学出版部 2018年

4945
脂肪肝・非アルコ－ル性脂肪肝炎・アルコ－ル性肝炎７０レシピ  食事療法おいしく続
けるシリ－ズ

４自然科学 加藤眞三　鈴木和子 女子栄養大学出版部 2018年

4946 脂肪肝・ＮＡＳＨ・アルコ－ル性肝炎の安心ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 加藤眞三　鈴木和子（栄養士） 女子栄養大学出版部 2015年
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4947 慢性肝炎・肝硬変の安心ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 鈴木和子（栄養士）　大木いづみ 女子栄養大学出版部 2014年

4948 がん研有明病院の肝臓がん・胆道がん・膵臓がん治療に向きあう食事 ４自然科学 中浜孝志　高木久美 女子栄養大学出版部 2015年

4949 Ｄｒ．竜馬のやさしくわかる集中治療内分泌・消化器編 ４自然科学 田中竜馬 羊土社 2017年

4950 認知症疾患診療ガイドライン２０１７ ４自然科学
日本神経学会　「認知症疾患診療ガイド
ライン」作成委員会

医学書院 2017年

4951 サルコペニアと運動 ４自然科学 島田裕之 医歯薬出版 2014年

4952 栄養・運動で予防するサルコペニア ４自然科学 葛谷雅文　雨海照祥 医歯薬出版 2018年

4953 目でみるＭＭＴ ４自然科学 佐藤三矢　平澤玲 医歯薬出版 2015年

4954 セラピストの動きの基本 ４自然科学 山口光国　春木豊 文光堂 2014年

4955 腰痛の病態別運動療法 ４自然科学 金岡恒治 文光堂 2016年

4956 運動器疾患の治療とリハビリテ－ション ４自然科学 島田洋一　高橋仁美 メジカルビュ－社 2016年

4957 関節リウマチ ４自然科学 佐浦隆一　八木範彦 メジカルビュ－社 2014年

4958 骨・関節疾患の理学療法 ４自然科学 島田洋一　高橋仁美 メジカルビュ－社 2010年

4959 五十肩のリハビリテ－ション ４自然科学 山本良彦 診断と治療社 2015年

4960 はじめての臨床運動器疾患  理学療法スタ－トライン ４自然科学 新田收　八木麻衣子 南江堂 2011年

4961 運動器リハビリテ－ションシラバス ４自然科学
日本運動器科学会　日本臨床整形外科
学会

南江堂 2018年

4962 ビジュアルでわかるトリガ－ポイント治療 ４自然科学 シメオン・ニ－ル・アッシャ－　伊藤和憲 緑書房（中央区） 2018年

4963 骨転移の診療とリハビリテ－ション ４自然科学 大森まいこ　辻哲也 医歯薬出版 2014年

4964 運動器疾患の病態と理学療法 ４自然科学 森山英樹　木藤伸宏 医歯薬出版 2015年

4965 徒手筋力検査ビジュアルガイド ４自然科学 斉藤明義 医道の日本社 2017年

4966 運動器障害理学療法学 １ １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 河村廣幸 中山書店 2011年

4967 運動器障害理学療法学 ２ １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 河村廣幸 中山書店 2011年

4968 運動療法のための運動器超音波機能解剖拘縮治療との接点 ４自然科学 林典雄　杉本勝正 文光堂 2015年

4969 非特異的腰痛のリハビリテ－ション  痛みの理学療法シリ－ズ ４自然科学 赤坂清和　竹林庸雄 羊土社 2018年

4970 クリニカルリ－ズニングで運動器の理学療法に強くなる！ ４自然科学 相澤純也　中丸宏二 羊土社 2017年

4971 サルコペニアの摂食・嚥下障害 ４自然科学 若林秀隆　藤本篤士 医歯薬出版 2012年

4972 サルコペニアとフレイル ４自然科学 荒井秀典 医薬ジャ－ナル社 2015年

4973 筋強直性ジストロフィ－ ４自然科学 ピ－タ－・Ｓ．ハ－パ－　川井充 診断と治療社 2015年

4974 新しい骨粗鬆症治療 ４自然科学 大内尉義　武谷雄二 診断と治療社 2012年

4975 プロフェッショナル腰痛診療 ４自然科学 山下敏彦　西良浩一 中外医学社 2018年

4976 運動器疾患の画像診断  別冊整形外科 ４自然科学 越智光夫 南江堂 2012年

4977 そうだったのか！腰痛診療 ４自然科学 松平浩　竹下克志 南江堂 2017年

4978 腰痛診療ガイドライン ２０１２ ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2012年

4979 みるトレリウマチ・膠原病 ４自然科学 松村正巳 医学書院 2015年

4980 運動ニュ－ロン疾患  神経内科Ｃｌｉｎｉｃａｌ　Ｑｕｅｓｔｉｏｎｓ　＆　Ｐｅａｒｌ ４自然科学 青木正志　鈴木則宏 中外医学社 2017年

4981 ＭＭＴ・針筋電図ガイドブック ４自然科学 園生雅弘 中外医学社 2018年

4982 デュシェンヌ型筋ジストロフィ－診療ガイドライン ２０１４ ４自然科学
「デュシェンヌ型筋ジストロフィ－診療ガ
イ　日本神経学会

南江堂 2014年

4983 重症筋無力症診療ガイドライン ２０１４ ４自然科学
「重症筋無力症診療ガイドライン」作成
委員　日本神経学会

南江堂 2014年

4984 筋ジストロフィ－のすべて ４自然科学 『難病と在宅ケア』編集部　貝谷久宣 日本プランニングセンタ－ 2015年

4985 サルコペニア３０のポイント ４自然科学 関根里恵　小川純人 フジメディカル出版 2018年

4986 サルコペニア診療マニュアル ４自然科学 長寿科学研究開発事業　原田敦 メジカルビュ－社 2016年

4987 サルコぺニア診療ガイドライン ２０１７年版 ４自然科学
サルコペニア診療ガイドライン作成委員
会

日本サルコペニア・フレイ
ル学会

2017年

4988 痛みが楽になるトリガ－ポイントストレッチ＆マッサ－ジ ４自然科学 伊藤和憲 緑書房（中央区） 2013年

4989 痛みが楽になるトリガ－ポイント筋肉トレ－ニング ４自然科学 伊藤和憲 緑書房（中央区） 2013年

4990 末期を超えて ４自然科学 川口有美子 青土社 2015年
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4991 日本人の腰痛 ４自然科学 遠藤健司 丸善出版 2009年

4992 心理のための精神医学概論 ４自然科学 沼初枝 ナカニシヤ出版 2014年

4993 発達障害がある人のナラティヴを聴く ４自然科学 山本智子 ミネルヴァ書房 2016年

4994 災害時のメンタルヘルス ４自然科学 大塚耕太郎　加藤寛 医学書院 2016年

4995 精神医療・臨床心理の知識と技法 ４自然科学 下山晴彦　中嶋義文 医学書院 2016年

4996 大人の発達障害ってそういうことだったのかその後 ４自然科学 宮岡等　内山登紀夫 医学書院 2018年

4997 大人の発達障害を診るということ ４自然科学 青木省三　村上伸治 医学書院 2015年

4998 学生のための精神医学 ４自然科学 太田保之　上野武治 医歯薬出版 2014年

4999 依存症の科学 ４自然科学 岡本卓　和田秀樹（心理・教育評論家） 化学同人 2016年

5000 アディクションと加害者臨床 ４自然科学 藤岡淳子 金剛出版 2016年

5001 アディクション臨床入門 ４自然科学 信田さよ子 金剛出版 2015年

5002 サイコパス・インサイド ４自然科学 ジェ－ムス・ファロン　影山任佐 金剛出版 2015年

5003 家族・援助者のためのギャンブル問題解決の処方箋 ４自然科学 吉田精次 金剛出版 2016年

5004 臨床家のための精神医学ガイドブック ４自然科学 池田健 金剛出版 2014年

5005 好きになる精神医学  好きになるシリ－ズ ４自然科学 越野好文　志野靖史 講談社 2014年

5006 なぜ私は一続きの私であるのか  講談社選書メチエ ４自然科学 兼本浩祐 講談社 2018年

5007 アルツハイマ－はなぜアルツハイマ－になったのか ４自然科学 ダウワ・ドライスマ　鈴木晶 講談社 2014年

5008 子供と大人のメンタルヘルスがわかる本 ４自然科学 十一元三 講談社 2014年

5009 こころに効く精神栄養学 ４自然科学 功刀浩 女子栄養大学出版部 2016年

5010 条件反射制御法入門 ４自然科学 平井慎二　長谷川直実 星和書店 2015年

5011 こころの医学入門 ４自然科学 近藤直司　田中康雄（精神科医） 中央法規出版 2017年

5012 対人援助職のためのアディクションアプロ－チ ４自然科学 山本由紀　長坂和則 中央法規出版 2015年

5013 精神科病院で人生を終えるということ ４自然科学 東徹　日経メディカル 日経ＢＰ社 2017年

5014 ポップスで精神医学 ４自然科学 山登敬之　斎藤環（精神科医） 日本評論社 2015年

5015 一流の狂気 ４自然科学 Ｓ．ナシア・ガミ－　山岸洋 日本評論社 2016年

5016 人を信じられない病 ４自然科学 小林桜児 日本評論社 2016年

5017 精神医学の実在と虚構 ４自然科学 村井俊哉 日本評論社 2014年

5018 精神医学を視る「方法」 ４自然科学 村井俊哉 日本評論社 2014年

5019 臨床家のためのＤＳＭ－５虎の巻 ４自然科学 森則夫　杉山登志郎 日本評論社 2014年

5020 精神科医の仕事、カウンセラ－の仕事 ４自然科学 藤本修　関根友実 平凡社 2016年

5021 こちら脳神経救急病棟 ４自然科学
アラン・Ｈ．ロッパ－　ブライアン・デイ
ヴィッド・バレル

河出書房新社 2015年

5022 災害精神医学入門 ４自然科学 高橋晶　高橋祥友 金剛出版 2015年

5023 だいじょうぶ！依存症 ４自然科学 高部知子 現代書館 2015年

5024 学生相談室からみた「こころの構造」 ４自然科学 広沢正孝 岩崎学術出版社 2015年

5025 メディカルスタッフのための神経内科学 ４自然科学 河村満 医歯薬出版 2012年

5026 理学療法士・作業療法士ＰＴ・ＯＴ基礎から学ぶ神経内科学ノ－ト ４自然科学 中島雅美　鳥原智美 医歯薬出版 2018年

5027 リハビリテ－ションと精神医学 ４自然科学 鹿島晴雄 医歯薬出版 2012年

5028 精神医学テキスト ４自然科学 上島国利　立山萬里 南江堂 2017年

5029 骨盤・脊柱の正中化を用いた非特異的腰痛の治療戦略 ４自然科学 荒木秀明 医学書院 2018年

5030 神経内科学テキスト ４自然科学 江藤文夫　飯島節 南江堂 2017年

5031 ＤＶＤで学ぶ神経内科の摂食嚥下障害 ４自然科学 野崎園子　市原典子 医歯薬出版 2014年

5032 神経科学の最前線とリハビリテ－ション ４自然科学 岡野Ｊａｍｅｓ洋尚　里宇明元 医歯薬出版 2015年

5033 客観的精神科評価尺度ガイド ４自然科学 稲田俊也　岩本邦弘 じほう 2016年

5034 精神科の薬と患者ケアＱ＆Ａ ４自然科学 神村英利　深堀元文 じほう 2014年
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5035 神経精神医学ケ－スブック ４自然科学
トレヴァ－・Ａ．ハ－ウィッツ　ウォ－レ
ン・Ｔ．リ－

メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

5036 標準精神医学  Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 尾崎紀夫　三村將 医学書院 2018年

5037 精神科レジデントマニュアル ４自然科学 三村將 医学書院 2017年

5038 精神科リエゾンチ－ムガイドブック ４自然科学 秋山剛　宇佐美しおり 医歯薬出版 2017年

5039 精神医療は誰のため？ ４自然科学
全国精神障害者ネットワ－ク協議会　
伊藤哲寛

協同医書出版社 2015年

5040 精神医学マイテキスト ４自然科学 西川隆　中尾和久 金芳堂 2014年

5041 精神科レジデントハンドブック ４自然科学
平安良雄　横浜市立大学医学部精神医
学教室

中外医学社 2017年

5042 大人の発達障害診療マニュアル ４自然科学 姜昌勲 中外医学社 2014年

5043 専門医がやさしく語るはじめての精神医学 ４自然科学 渡辺雅幸 中山書店 2015年

5044 精神医学の科学哲学 ４自然科学 レイチェル・ク－パ－　伊勢田哲治 名古屋大学出版会 2015年

5045 精神疾患の病態と向精神薬 ４自然科学 松本均彦 薬事日報社 2018年

5046 医師として知らなければ恥ずかしい５０の臨床研究　神経編 ４自然科学 岩田淳
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2017年

5047 神経症状の診かた・考えかた ４自然科学 福武敏夫 医学書院 2017年

5048 神経内科検査・処置マニュアル ４自然科学 阿部康二 新興医学出版社 2016年

5049 病院と在宅をつなぐ脳神経内科の摂食嚥下障害 ４自然科学 野崎園子 全日本病院出版会 2018年

5050 神経内科ゴ－ルデンハンドブック ４自然科学 鈴木則宏 南江堂 2018年

5051 臨床睡眠検査マニュアル ４自然科学 日本睡眠学会 ライフ・サイエンス 2015年

5052 精神医療・診断の手引き ４自然科学 大野裕（精神科医） 金剛出版 2014年

5053 精神療法家の仕事 ４自然科学 成田善弘 金剛出版 2014年

5054 精神疾患にかかわる人が最初に読む本 ４自然科学 西井重超 照林社 2018年

5055 精神科治療の覚書  日評ベ－シック・シリ－ズ ４自然科学 中井久夫 日本評論社 2014年

5056 オ－プンダイアロ－グ ４自然科学
ヤ－コ・セイックラ　トム・エ－リク・ア－
ンキル

日本評論社 2016年

5057 精神科のくすりを語ろう その２ ４自然科学 熊木徹夫 日本評論社 2015年

5058 精神科治療の進め方 ４自然科学 青木省三 日本評論社 2014年

5059 精神療法における意味の問題 ４自然科学 ヴィクトル・エミ－ル・フランクル　寺田浩 北大路書房 2016年

5060 ふだん使いのナラティヴ・セラピ－ ４自然科学 デイヴィッド・デンボロウ　小森康永 北大路書房 2016年

5061 メンタライジング・アプロ－チ入門 ４自然科学 上地雄一郎 北大路書房 2015年

5062 精神病と統合失調症の新しい理解 ４自然科学 アン・クック　国重浩一 北大路書房 2016年

5063 精神科医はそのときどう考えるか ４自然科学 兼本浩祐 医学書院 2018年

5064 臨床につながる神経・筋疾患 ４自然科学 花山耕三 医歯薬出版 2017年

5065 精神科作業療法運動プログラム実践ガイドブック ４自然科学 高橋章郎　早坂友成 メジカルビュ－社 2017年

5066 作業療法実践の理論 ４自然科学 ゲアリ・キ－ルホフナ－　山田孝 医学書院 2014年

5067 生活を支援する精神障害作業療法 ４自然科学 香山明美　小林正義 医歯薬出版 2014年

5068 精神科作業療法研究のイロハ ４自然科学 山下瞳　下村泰斗 新興医学出版社 2013年

5069 図解作業療法技術ガイド ４自然科学 石川斉　古川宏 文光堂 2011年

5070 臨床精神科作業療法入門 ４自然科学 田端幸枝　谷口英治 文光堂 2015年

5071 精神科作業療法の理論と技術 ４自然科学 早坂友成 メジカルビュ－社 2018年

5072 臨床につながる精神医学  理学療法・作業療法専門基礎分野 ４自然科学 渡辺雅幸 医歯薬出版 2016年

5073 心理・精神領域の理学療法はじめの一歩 ４自然科学 奈良勲　富樫誠二 医歯薬出版 2013年

5074 精神障害作業療法入門 ４自然科学 簗瀬誠 協同医書出版社 2012年

5075 はじめての精神科作業療法 ４自然科学 山口芳文　渡辺雅幸 中外医学社 2011年

5076 睡眠薬の適正使用・休薬ガイドライン ４自然科学
三島和夫　睡眠薬の適正使用及び減
量・

じほう 2014年

5077 危険ドラッグ対応ハンドブック ４自然科学 成瀬暢也　松本俊彦 へるす出版 2015年

5078 精神科救急医療ガイドライン ２０１５年版 ４自然科学 平田豊明　杉山直也 へるす出版 2015年
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5079 ＤＳＭ－５をつかうということ ４自然科学 ジョエル・パリス　松崎朝樹
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

5080 語呂で覚える！ＤＳＭ－５ ４自然科学 松崎朝樹
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

5081 精神診療プラチナマニュアル ４自然科学 松崎朝樹
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

5082 精神診療プラチナマニュアルＧｒａｎｄｅ ４自然科学 松崎朝樹
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

5083 ＤＳＭ－５診断面接ポケットマニュアル ４自然科学
エ－ブラハム・Ｍ．ヌスバウム　高橋三
郎

医学書院 2015年

5084 こころの病を診るということ ４自然科学 青木省三 医学書院 2017年

5085 見逃し症例から学ぶ神経症状の“診”極めかた ４自然科学 平山幹生 医学書院 2015年

5086 精神科臨床Ｑ＆Ａ　ｆｏｒビギナ－ズ ４自然科学 宮内倫也 医学書院 2016年

5087 クイズあなたならどう診る！？ジェネラリストのための精神症状 ４自然科学 上田ゆかり 金芳堂 2017年

5088 浜松医大流エビデンスに基づく精神療法実践集 ４自然科学 森則夫　杉山登志郎 金芳堂 2015年

5089 精神科身体モニタリング塾 ４自然科学 古郡規雄 新興医学出版社 2018年

5090 精神科領域のチ－ム医療実践マニュアル ４自然科学 山本賢司 新興医学出版社 2016年

5091 臨床医のための精神科面接の基本 ４自然科学 日本精神神経学会　松木邦裕 新興医学出版社 2015年

5092 日常診療における精神療法１０分間で何ができるか ４自然科学 中村敬 星和書店 2016年

5093 精神科のくすりハンドブック ４自然科学 樋口輝彦 総合医学社 2016年

5094 よくわかる精神科治療薬の考え方，使い方 ４自然科学 大森哲郎 中外医学社 2015年

5095 精神科外来処方ｎａｖｉ ４自然科学 大森哲郎 中外医学社 2016年

5096 向精神薬と妊娠・授乳 ４自然科学 伊藤真也　村島温子 南山堂 2017年

5097 精神科医×薬剤師クロスト－クから読み解く精神科薬物療法 ４自然科学 鈴木利人　渡邊衡一郎 南山堂 2014年

5098 妊婦の精神疾患と向精神薬 ４自然科学 岡野禎治　鈴木利人 南山堂 2018年

5099 これだけは知っておきたい精神科の診かた、考え方  各科研修シリ－ズ ４自然科学 堀川直史　吉野相英 羊土社 2014年

5100 本当にわかる精神科の薬はじめの一歩 ４自然科学 稲田健 羊土社 2018年

5101 極論で語る神経内科 ４自然科学 河合真　香坂俊 丸善出版 2014年

5102 内科医のための精神症状の診かた，治しかた ４自然科学 中河原通夫　中河原浩史 中外医学社 2014年

5103 神経救急・集中治療ハンドブック ４自然科学 篠原幸人　永山正雄 医学書院 2017年

5104 Ｄｒ．塩尻の神経所見とり方トレ－ニング ４自然科学 塩尻俊明 金芳堂 2017年

5105 神経筋の検査と症例診断 ４自然科学 秋口一郎　岡伸幸 金芳堂 2015年

5106 神経発達障害診療ノ－ト ４自然科学 橋本浩 中外医学社 2018年

5107 神経診察の極意 ４自然科学 廣瀬源二郎 南山堂 2018年

5108 筋力発揮の脳・神経科学  ヒトの動きの神経科学シリ－ズ ４自然科学 大築立志　鈴木三央 市村出版 2017年

5109 末梢神経と筋のみかた ４自然科学 幸原伸夫　Ｔｈｅ　Ｇｕａｒａｎｔｏｒｓ　ｏｆ　Ｂｒ 診断と治療社 2016年

5110 ＰＥＥＣガイドブック ４自然科学
日本臨床救急医学会　日本臨床救急医
学会

へるす出版 2018年

5111 精神障害のある救急患者対応マニュアル ４自然科学 上條吉人 医学書院 2017年

5112 音楽療法はどれだけ有効か  ＤＯＪＩＮ選書 ４自然科学 佐藤正之 化学同人 2017年

5113 音楽に癒され，音楽で癒す ４自然科学 馬場存 中外医学社 2018年

5114 医学的音楽療法 ４自然科学 呉東進　日本音楽医療研究会 北大路書房 2014年

5115 音楽療法カンファレンス ４自然科学 呉東進　日本音楽医療研究会 北大路書房 2015年

5116 方法としての面接　土居　健郎　医学書院 ４自然科学 土居　健郎 医学書院 1992年

5117 精神科・心療内科にかかる前に読む本 ４自然科学 中山靜一 星和書店 2016年

5118 臨床神経心理学 ４自然科学 緑川晶　山口加代子 医歯薬出版 2018年

5119
嚥下調整食学会分類２０１３に基づく回復期リハビリテ－ション病棟の嚥下調整食レシ
ピ

４自然科学 栢下淳　高山仁子 医歯薬出版 2016年

5120 嚥下調整食学会分類２０１３に基づく市販食品３００ ２０１８年デ－タ更新版 ４自然科学 栢下淳　藤島一郎 医歯薬出版 2018年

5121 ＡＤＨＤ  エビデンス・ベイスト心理療法シリ－ズ ４自然科学
アネット・Ｕ．リッケル　ロナルド・Ｔ．ブラ
ウン

金剛出版 2014年

5122 福祉職・介護職のためのわかりやすい高次脳機能障害 ４自然科学 中島八十一　今橋久美子 中央法規出版 2016年
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5123 高次脳機能障害 ４自然科学 山口研一郎 岩波書店 2017年

5124 多職種で取り組む食支援 ４自然科学 古屋聡 南山堂 2017年

5125 臨床につながる脳疾患学 ４自然科学 岡島康友 医歯薬出版 2017年

5126 片麻痺を治療する １ ４自然科学 宮本省三 協同医書出版社 2018年

5127 神経障害理学療法学  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 潮見泰藏 羊土社 2018年

5128 脳・神経系リハビリテ－ション ４自然科学 潮見泰藏 羊土社 2012年

5129 新ボディダイナミクス入門片麻痺者の歩行と短下肢装具 ４自然科学 山本澄子（福祉工学）　江原義弘 医歯薬出版 2018年

5130 高次脳機能障害を解きほぐす臨床推論と理学療法介入 ４自然科学 渡辺学（理学療法） メジカルビュ－社 2018年

5131 認知リハビリテ－ション実践ガイド ４自然科学
マッケイ・ム－ア・ソ－ルバ－グ　リン・
Ｓ．トルクストラ

医学書院 2015年

5132 高次脳機能障害のリハビリテ－ション  ＣＲ　ＢＯＯＫＳ ４自然科学 武田克彦　三村將 医歯薬出版 2018年

5133 Ｑ＆Ａでひも解く高次脳機能障害 ４自然科学 廣實真弓　平林直次 医歯薬出版 2013年

5134 ワ－クブックで実践する脳損傷リハビリテ－ション ４自然科学
レイチェル・ウィンソン　バ－バラ・Ａ．　
ウィルソン

医歯薬出版 2018年

5135 脳損傷のリハビリテ－ション高次脳機能障害支援 ４自然科学 土屋辰夫　青木重陽 医歯薬出版 2011年

5136 高次脳機能障害者の世界 ４自然科学 山田規畝子 協同医書出版社 2013年

5137 脳解剖から学べる高次脳機能障害リハビリテ－ション入門 ４自然科学 橋本圭司　上久保毅 診断と治療社 2017年

5138 行動変容を導く！上肢機能回復アプロ－チ ４自然科学 道免和久　竹林崇 医学書院 2017年

5139 脳卒中の動作分析 ４自然科学 金子唯史 医学書院 2018年

5140 片麻痺の作業療法 ４自然科学 中里瑠美子 協同医書出版社 2015年

5141 上肢運動障害の作業療法 ４自然科学 竹林祟 文光堂 2018年

5142 脳血管障害の評価とアプロ－チ ４自然科学 小林毅　東祐二 文光堂 2014年

5143 脳性まひと運動 ４自然科学 穐山富太郎 医歯薬出版 2018年

5144 気になるコミュニケ－ション障害の診かた ４自然科学 廣實真弓 医歯薬出版 2015年

5145 神経筋障害理学療法学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　植松光俊 南江堂 2018年

5146 地域包括ケア時代の脳卒中慢性期の地域リハビリテ－ション ４自然科学 吉本好延　藤島一郎 メジカルビュ－社 2016年

5147 脳卒中片麻痺者に対する歩行リハビリテ－ション ４自然科学 阿部浩明　大畑光司 メジカルビュ－社 2016年

5148 脳卒中理学療法の理論と技術 ４自然科学 原寛美　吉尾雅春 メジカルビュ－社 2016年

5149 脳卒中リハビリテ－ションマニュアル ４自然科学 宮越浩一 医学書院 2014年

5150 ＨＡＮＤＳ　ｔｈｅｒａｐｙ ４自然科学 藤原俊之　阿部薫 医歯薬出版 2015年

5151 脳卒中の機能評価と予後予測 ４自然科学 中村隆一（リハビリテ－ション）　長崎浩 医歯薬出版 2011年

5152 脳卒中の摂食嚥下障害 ４自然科学 藤島一郎　谷口洋 医歯薬出版 2017年

5153 脳卒中リハビリテ－ション ４自然科学 水尻強志　冨山陽介 医歯薬出版 2013年

5154 脳卒中後の自動車運転再開の手引き ４自然科学 武原格　一杉正仁 医歯薬出版 2017年

5155 脳卒中の機能評価－ＳＩＡＳとＦＩＭ 基礎編 実践リハビリテ－ション・シリ－ズ ４自然科学 千野直一　椿原彰夫 金原出版 2012年

5156 脳卒中上肢機能評価ＡＲＡＴパ－フェクトマニュアル ４自然科学 中野枝里子　田中智子 金原出版 2015年

5157 脳卒中・脳外傷者のための自動車運転 ４自然科学 武原格　一杉正仁 三輪書店 2016年

5158 脳卒中の神経リハビリテ－ション ４自然科学 宮井一郎 中外医学社 2017年

5159 ＤＶＤで学ぶ脳血管障害の理学療法テクニック ４自然科学 今井保　峰松一夫 南江堂 2010年

5160 はじめての臨床脳血管障害 ４自然科学 新田收　八木麻衣子 南江堂 2010年

5161 脳卒中・片麻痺理学療法マニュアル ４自然科学 長澤弘 文光堂 2017年

5162 脳卒中に対する標準的理学療法介入 ４自然科学 潮見泰藏 文光堂 2017年

5163 新近代ボバ－ス概念発展する理論と臨床推論 ４自然科学
ベンテ・バッソ・ジェルスビック　リン・サ
イア－

ガイアブックス 2017年

5164 症例で学ぶ脳卒中のリハ戦略［Ｗｅｂ動画付］ ４自然科学 吉尾雅春 医学書院 2018年

5165 片麻痺回復のための運動療法 ４自然科学 川平和美　下堂薗恵 医学書院 2017年

5166 神経理学療法学  ビジュアルレクチャ－ ４自然科学 潮見泰藏 医歯薬出版 2017年
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5167 極めに・究める・脳卒中  極めに究めるリハビリテ－ション ４自然科学 相澤純也　藤野雄次 丸善出版 2018年

5168 ここがポイント！脳卒中の理学療法 ４自然科学 河村廣幸 金原出版 2018年

5169 神経障害理学療法学 １ １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 大畑光司　玉木彰 中山書店 2011年

5170 神経障害理学療法学 ２ １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 大畑光司　玉木彰 中山書店 2012年

5171 極める脳卒中の理学療法  臨床思考を踏まえる理学療法プラクティス ４自然科学 斉藤秀之　加藤浩（理学療法） 文光堂 2018年

5172 ＰＴ・ＯＴのための高次脳機能障害ＡＢＣ ４自然科学 網本和 文光堂 2015年

5173 クリニカルリ－ズニングで神経系の理学療法に強くなる！ ４自然科学 相澤純也　中村学 羊土社 2017年

5174 姿勢から介入する摂食嚥下 ４自然科学 森若文雄　内田学 メジカルビュ－社 2017年

5175 高次脳機能障害のリハビリテ－ション ４自然科学 本田哲三　武田克彦 医学書院 2016年

5176 前頭葉機能不全その先の戦略 ４自然科学 立神粧子　イェフ－ダ・ベンイ－シャイ 医学書院 2010年

5177 脳のしくみとそのみかた ４自然科学 植村研一 医学書院 2017年

5178 片麻痺の人のためのリハビリガイド ４自然科学 中里瑠美子 協同医書出版社 2017年

5179 脳卒中痙性麻痺のボツリヌス治療  実践リハビリテ－ション・シリ－ズ ４自然科学 千野直一 金原出版 2011年

5180 上肢痙縮に対するボツリヌス治療とリハビリテ－ション ４自然科学 安保雅博　角田亘 金原出版 2012年

5181 脳性麻痺リハビリテ－ションガイドライン ４自然科学 日本リハビリテ－ション医学会 金原出版 2014年

5182 脳卒中後遺症に対するｒＴＭＳ治療とリハビリテ－ション ４自然科学 安保雅博　角田亘 金原出版 2013年

5183 脳性麻痺のリハビリテ－ション実践ハンドブック ４自然科学 梶浦一郎　鈴木恒彦 市村出版 2014年

5184 脳卒中の臨床神経リハビリテ－ション ４自然科学 鈴木恒彦　紀伊克昌 市村出版 2016年

5185 失語症の言語症状 ４自然科学 テオフィル・アラジュアニヌ　波多野和夫 新興医学出版社 2011年

5186 脳卒中上下肢痙縮Ｅｘｐｅｒｔボツリヌス治療 ４自然科学 正門由久　大田哲生 診断と治療社 2013年

5187 ＡＤＨＤ集中できない脳をもつ人たちの本当の困難 ４自然科学 ト－マス・Ｅ．ブラウン　山下裕史朗 診断と治療社 2010年

5188 錯語とジャルゴン ４自然科学
日本高次脳機能障害学会教育・研修委
員会

新興医学出版社 2018年

5189 せん妄の臨床指針  日本総合病院精神医学会治療指針 ４自然科学 日本総合病院精神医学会 星和書店 2015年

5190 せん妄予防のコツ ４自然科学 松本晃明 星和書店 2017年

5191 みるトレ神経疾患 ４自然科学 岩崎靖 医学書院 2015年

5192 自信がもてる！せん妄診療はじめの一歩 ４自然科学 小川朝生 羊土社 2014年

5193 多発性硬化症・視神経脊髄炎診療ガイドライン２０１７ ４自然科学 日本神経学会 医学書院 2017年

5194 標準的神経治療しびれ感 ４自然科学 日本神経治療学会　福武敏夫 医学書院 2017年

5195 痙縮治療ポケットマニュアル ４自然科学 藤原俊之 医歯薬出版 2018年

5196 やさしい多発性硬化症の自己管理 ４自然科学 深澤俊行 医薬ジャ－ナル社 2016年

5197 シャルコ－・マリ－・トゥ－ス病診療マニュアル ４自然科学 ＣＭＴ診療マニュアル編集委員会 金芳堂 2015年

5198 これからの常識！チ－ムで成功させる脳梗塞血管内治療 ４自然科学 幸原伸夫　藤堂謙一 診断と治療社 2016年

5199 神経感染症  神経内科Ｃｌｉｎｉｃａｌ　Ｑｕｅｓｔｉｏｎｓ　＆　Ｐｅａｒｌ ４自然科学 鈴木則宏　亀井聡 中外医学社 2017年

5200 脳血管障害  神経内科Ｃｌｉｎｉｃａｌ　Ｑｕｅｓｔｉｏｎｓ　＆　Ｐｅａｒｌ ４自然科学 伊藤義彰 中外医学社 2016年

5201 高次脳機能障害 ４自然科学 武田克彦　長岡正範 中外医学社 2016年

5202 脳梗塞診療読本 ４自然科学 豊田一則 中外医学社 2016年

5203 患者さん・介護する方々と医療従事者をつなぐ脳卒中ガイドライン ４自然科学 篠原幸人　中山健夫 東京医学社 2016年

5204 細菌性髄膜炎診療ガイドライン ２０１４ ４自然科学
「細菌性髄膜炎診療ガイドライン」作成
委員　日本神経学会

南江堂 2014年

5205 脊髄小脳変性症・多系統萎縮症診療ガイドライン ２０１８ ４自然科学 日本神経学会　厚生労働省 南江堂 2018年

5206 単純ヘルペス脳炎診療ガイドライン ２０１７ ４自然科学 日本神経感染症学会　日本神経学会 南江堂 2017年

5207 脊髄小脳変性症マニュアル決定版！ ４自然科学 『難病と在宅ケア』編集部　西沢正豊 日本プランニングセンタ－ 2015年

5208 脳血管障害診療のエッセンス  日本医師会生涯教育シリ－ズ ４自然科学 北川泰久　寺本明 日本医師会 2017年

5209 ＡＣＥＣガイドブック ２０１４ ４自然科学 編集委員　日本臨床救急医学会 へるす出版 2014年

5210 ＩＳＬＳガイドブック ２０１８ ４自然科学 日本救急医学会　日本神経救急学会 へるす出版 2018年
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5211 ＰＳＬＳガイドブック ２０１５ ４自然科学
ＰＣＥＣ・ＰＳＬＳ改訂小委員会　日本臨
床救急医学会

へるす出版 2015年

5212 レジデントのための脳卒中診療のコツ  Ｂｕｎｋｏｄｏ　Ｅｓｓｅｎｔｉａｌ　＆　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍ ４自然科学 阿部康二　文光堂 文光堂 2014年

5213 やさしい高次脳機能障害用語事典 ４自然科学 種村純 ぱ－そん書房 2018年

5214 脳卒中理学療法ベスト・プラクティス ４自然科学 奈良勲　松尾善美 文光堂 2014年

5215 脳卒中 第３版 リハ実践テクニック ４自然科学 千田富義　髙見彰淑 メジカルビュ－社 2017年

5216 脳卒中最前線 ４自然科学 福井圀彦　藤田勉（医師） 医歯薬出版 2009年

5217 脊髄小脳変性症のすべて ４自然科学 『難病と在宅ケア』編集部　水澤英洋 日本プランニングセンタ－ 2006年

5218 高次脳機能障害精神医学・心理学的対応ポケットマニュアル ４自然科学 先崎章 医歯薬出版 2009年

5219 脳が言葉を取り戻すとき ４自然科学 佐野洋子　加藤正弘 新興医学出版社 2014年

5220 高次脳機能障害豆ブック ４自然科学 伊林克彦　阿志賀大和 新興医学出版社 2018年

5221 “ながら力”が歩行を決める ４自然科学 井上和章 協同医書出版社 2011年

5222 東京都健康長寿医療センタ－方式おいしく食べたい食べさせたい ４自然科学 井藤英喜　金丸晶子 インタ－メディカ 2018年

5223 高次脳機能障害ポケットマニュアル ４自然科学 原寛美 医歯薬出版 2015年

5224 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.2 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 2001年

5225 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.3 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 2002年

5226 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.4 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 2003年

5227 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.5 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 2004年

5228 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.6 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 2006年

5229 作業の科学 Methodology og Occupational Therapy Vol.7 ４自然科学 作業療法関連科学研究会 協同医書出版社 2007年

5230
心と体を蝕む「ネット依存」から子どもたちをどう守るのか  ＭＩＮＥＲＶＡ　Ｅｘｃｅｌｌｅｎｔ　Ｓ
ｅｒｉｅｓ　心理ＮＯＷ

４自然科学 樋口進 ミネルヴァ書房 2017年

5231 摂食障害  思春期のこころと身体Ｑ＆Ａ ４自然科学 深井善光 ミネルヴァ書房 2018年

5232 レジリエンス：人生の危機を乗り越えるための科学と１０の処方箋 ４自然科学
スティ－ブン・Ｍ．サウスウィック　デニ
ス・Ｓ．チャ－ニ－

岩崎学術出版社 2015年

5233 魂への旅路  シリ－ズここで生きる ４自然科学 横湯園子 岩波書店 2014年

5234 身体はトラウマを記録する ４自然科学
ベセル・Ａ．ヴァン・デア・コルク　柴田裕
之

紀伊國屋書店 2016年

5235 パ－キンソン病・パ－キンソン症候群の在宅ケア ４自然科学 佐藤猛　服部信孝 中央法規出版 2016年

5236 情動とトラウマ  情動学シリ－ズ ４自然科学 奥山眞紀子　三村將 朝倉書店 2017年

5237 クリニックで診る摂食障害 ４自然科学 切池信夫 医学書院 2015年

5238 家族ができる摂食障害の回復支援 ４自然科学 鈴木高男 星和書店 2018年

5239 てんかん支援Ｑ＆Ａ ４自然科学 谷口豪　西田拓司 医歯薬出版 2018年

5240 パ－キンソン病の理学療法 ４自然科学 松尾善美　奈良勲 医歯薬出版 2011年

5241 パ－キンソン病の医学的リハビリテ－ション ４自然科学 林明人 日本医事新報社 2018年

5242 はじめてのてんかん・けいれん診療 ４自然科学 小出泰道 日本医事新報社 2017年

5243 摂食障害という生き方 ４自然科学 瀧井正人 中外医学社 2014年

5244 摂食障害という生き方 続 ４自然科学 瀧井正人 中外医学社 2016年

5245 “トコトンわかる”てんかん発作の聞き出し方と薬の使い方 ４自然科学 川崎淳 金芳堂 2017年

5246 拒食症身体治療マニュアル ４自然科学 栗田大輔　森則夫 金芳堂 2014年

5247 神経症の臨床病理 ４自然科学 熊倉伸宏 新興医学出版社 2015年

5248 自己愛危機サバイバル ４自然科学 熊木徹夫 中外医学社 2018年

5249 ねころんで読めるてんかん診療 ４自然科学 中里信和 メディカ出版 2016年

5250 てんかん学ハンドブック ４自然科学 兼本浩祐 医学書院 2018年

5251 パ－キンソン病診療ガイドライン ２０１８ ４自然科学
日本神経学会　「パ－キンソン病診療ガ
イドライン」作成委員会

医学書院 2018年

5252 慢性頭痛の診療ガイドライン ４自然科学 日本頭痛学会 医学書院 2014年

5253 やさしいパ－キンソン病の自己管理 ４自然科学 村田美穂 医薬ジャ－ナル社 2017年

5254 頭痛外来専門医が教える！頭痛の診かた ４自然科学 竹島多賀夫 金芳堂 2017年
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5255 てんかんフロンティア ４自然科学 鶴紀子　池田昭夫 新興医学出版社 2017年

5256 プライマリ・ケアのための新規抗てんかん薬マスタ－ブック ４自然科学 高橋幸利 診断と治療社 2017年

5257 てんかん診療はじめの一歩 ４自然科学 榎日出夫 中外医学社 2016年

5258 レジデントのためのパ－キンソン病ハンドブック ４自然科学 山本光利 中外医学社 2014年

5259 症例から学ぶ戦略的てんかん診断・治療 ４自然科学 池田昭夫 南山堂 2014年

5260 ゼロから始めるパ－キンソン病診療 ４自然科学 川上忠孝 文光堂 2016年

5261 私はこうして摂食障害（拒食・過食）から回復した ４自然科学
ジェニ－・シェ－ファ－　トム・ル－トレッ
ジ

星和書店 2015年

5262 ジストニア診療とケアマニュアル ４自然科学 堀内正浩　梶竜児 診断と治療社 2012年

5263 まっ、いっか！摂食障害 ４自然科学 中村このゆ 晃洋書房 2014年

5264 ３・１１と心の災害 ４自然科学 蟻塚亮二　須藤康宏 大月書店 2016年

5265 トラウマ  これからの対人援助を考えるくらしの中の心理臨床 ４自然科学 藤森和美　青木紀久代 福村出版 2016年

5266 悲しみから人が成長するとき－ＰＴＧ ４自然科学 宅香菜子 風間書房 2014年

5267 摂食障害からの回復支援 ４自然科学 柴田明彦 岩崎学術出版社 2014年

5268 心の傷は遺伝する ４自然科学 マ－ク・ウォリン　野中香方子 河出書房新社 2019年

5269 認知症医療の限界、ケアの可能性 ４自然科学 上野秀樹 メディカ出版 2016年

5270 認知症患者さんの病態別食支援 ４自然科学 野原幹司 メディカ出版 2018年

5271 認知症の心理アセスメントはじめの一歩 ４自然科学 黒川由紀子　扇澤史子 医学書院 2018年

5272 認知症の人の摂食障害最短トラブルシュ－ティング ４自然科学 吉田貞夫 医歯薬出版 2014年

5273 認知症になるとなぜ「不可解な行動」をとるのか ４自然科学 加藤伸司 河出書房新社 2016年

5274 脳科学者の母が、認知症になる ４自然科学 恩蔵絢子 河出書房新社 2018年

5275 旅のことば ４自然科学 井庭崇　岡田誠 丸善出版 2015年

5276 認知症とともに生きる私 ４自然科学 クリスティ－ン・ブライデン　馬篭久美子 大月書店 2017年

5277 よくわかる高齢者の認知症とうつ病 ４自然科学 長谷川和夫　長谷川洋 中央法規出版 2015年

5278 認知症の脳活性化プログラム・レシピ ４自然科学 竹原恵子　繁田雅弘 中央法規出版 2014年

5279 ルポ希望の人びと  朝日選書 ４自然科学 生井久美子 朝日新聞出版 2017年

5280 ケ－スで学ぶ認知症ケアの倫理と法  静岡大学人文社会科学部研究叢書 ４自然科学 松田純　堂囿俊彦 南山堂 2017年

5281 認知症予防におすすめ図書館利用術 ４自然科学 結城俊也 日外アソシエ－ツ 2017年

5282 認知症よい対応・わるい対応 ４自然科学 浦上克哉 日本評論社 2014年

5283 臨床医が語る認知症と生きるということ ４自然科学 岩田誠 日本評論社 2015年

5284 認知症いま本当に知りたいこと１０１ ４自然科学 阿部和穂 武蔵野大学出版会 2017年

5285 認知症と生きる  放送大学教材 ４自然科学 井出訓 放送大学教育振興会 2015年

5286 予防の観点で考える認知症・サルコペニア ４自然科学 野口緑　船橋徹 メディカルレビュ－社 2017年

5287 認知症にならないための生活習慣 ４自然科学 神崎仁 慶応義塾大学出版会 2015年

5288 認知症をもつ人への作業療法アプロ－チ ４自然科学 小川真寛　西田征治 メジカルビュ－社 2014年

5289 認知症の作業療法　第2版 ４自然科学 小川敬之　竹田徳則 医歯薬出版 2016年

5290 理学療法士のための知っておきたい！認知症知識Ｑ＆Ａ ４自然科学 島田裕之　牧迫飛雄馬 医歯薬出版 2018年

5291 運動による脳の制御 ４自然科学 島田裕之 杏林書院 2015年

5292 認知症の正しい理解と包括的医療・ケアのポイント ４自然科学 山口晴保　佐土根朗 協同医書出版社 2016年

5293 認知症の標準的解釈とリハビリテ－ション介入 ４自然科学 金谷さとみ 文光堂 2017年

5294 認知症のリハビリテ－ション  実践リハビリテ－ション・シリ－ズ ４自然科学 瀬川浩 金原出版 2015年

5295 もの申す！重度認知症の治療現場から  へるす出版新書 ４自然科学 黒沢尚 へるす出版事業部 2009年

5296 重度認知症治療の現場から  へるす出版新書 ４自然科学 黒沢尚 へるす出版事業部 2009年

5297 ＢＰＳＤ初期対応ガイドライン ４自然科学 服部英幸 ライフ・サイエンス 2018年

5298 基礎からわかる軽度認知障害（ＭＣＩ） ４自然科学 島田裕之　鈴木隆雄 医学書院 2015年
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5299 ステップ式認知症処方 ４自然科学 宮永和夫 新興医学出版社 2013年

5300 認知症の緩和ケア ４自然科学
ヴィクタ－・ペイス　エイドリアン・トレラ
－

新興医学出版社 2015年

5301 脳のはたらきからみた認知症 ４自然科学 渕上哲 真興交易医書出版部 2015年

5302 認知症診療連携マニュアル  日本総合病院精神医学会治療指針 ４自然科学
日本総合病院精神医学会認知症委員
会

星和書店 2018年

5303 認知症の医学と法学 ４自然科学 村松太郎 中外医学社 2018年

5304 ゼロから始める認知症診療 ４自然科学 川上忠孝 文光堂 2017年

5305 ピック病とその仲間たち ４自然科学 宮永和夫 新興医学出版社 2016年

5306 ストップ！認知症 ４自然科学 中谷一泰 西村書店（新潟） 2014年

5307 事例から考える認知症のＢＰＳＤへの対応 ４自然科学 川畑信也 中外医学社 2018年

5308 知っておきたい改正道路交通法と認知症診療 ４自然科学 川畑信也 中外医学社 2018年

5309 認知症診療実践ハンドブック ４自然科学 山田正仁 中外医学社 2017年

5310 認知症気づけるわかるケアできるＱ＆Ａ　５０ ４自然科学 久米明人　山村恵子 じほう 2016年

5311 睡眠からみた認知症診療ハンドブック ４自然科学 宮崎総一郎　浦上克哉 全日本病院出版会 2016年

5312 認知症ト－タルケア  日本医師会生涯教育シリ－ズ ４自然科学 日本医師会 2018年

5313 プライマリケア医のための実践フレイル予防塾 ４自然科学 荒井秀典 日本医事新報社 2017年

5314 高齢者総合診療ノ－ト ４自然科学 大庭建三 日本医事新報社 2017年

5315 かかりつけ医とケアスタッフのためのＢＰＳＤ対応マニュアル ４自然科学 いわて盛岡認知症介護予防プロジェクト 南山堂 2013年

5316 統合失調症ケ－ススタディ－  Ｃａｓｅ　Ｌｉｂｒａｒｙ　Ｓｅｒｉｅｓ ４自然科学 大森哲郎 メディカルレビュ－社 2014年

5317 統合失調症スペクトラム障害および他の精神病性障害群  ＤＳＭ－５セレクションズ ４自然科学 高橋三郎 医学書院 2016年

5318 抑うつ障害群  ＤＳＭ－５セレクションズ ４自然科学 高橋三郎 医学書院 2016年

5319 家族・支援者のためのうつ・自殺予防マニュアル ４自然科学 下園壮太 河出書房新社 2016年

5320 統合失調症  エビデンス・ベイスト心理療法シリ－ズ ４自然科学
スティ－ヴン・Ｍ．シルヴァ－スタイン　
ウィリアム・Ｄ．スポルディング

金剛出版 2014年

5321 こころは内臓である  講談社選書メチエ ４自然科学 計見一雄 講談社 2018年

5322 うつ病の毎日ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 功刀浩　今泉博文 女子栄養大学出版部 2015年

5323 自閉スペクトラムの発達科学  発達科学ハンドブック ４自然科学 藤野博　東條吉邦 新曜社 2018年

5324 専門医がホンネで語る統合失調症治療の気になるところ ４自然科学 渡部和成 星和書店 2015年

5325 双極性障がい（躁うつ病）と共に生きる ４自然科学 加藤伸輔 星和書店 2016年

5326 大人の自閉症スペクトラムのためのコミュニケ－ション・トレ－ニング・マニュアル ４自然科学 加藤進昌　横井英樹 星和書店 2017年

5327 統合失調症が秘密の扉をあけるまで ４自然科学 糸川昌成 星和書店 2014年

5328 統合失調症を悩まないで ４自然科学 渡部和成　愛知みすみ会 星和書店 2016年

5329 統合失調症の治療ポイント ４自然科学 平井孝男 創元社 2015年

5330 うつ病治療の基礎知識  筑摩選書 ４自然科学 加藤忠史 筑摩書房 2014年

5331 躁と鬱  筑摩選書 ４自然科学 森山公夫 筑摩書房 2014年

5332 わたしと統合失調症 ４自然科学 リカバリ－を生きる人々　佐竹直子 中央法規出版 2016年

5333 アスペルガ－症候群の大学生 ４自然科学
ロレ－ヌ・Ｅ．ウォルフ　ジェ－ン・ティア
－フェルド・ブラウン

日本評論社 2017年

5334 うつの医療人類学 ４自然科学 北中淳子 日本評論社 2014年

5335 中井久夫の臨床作法 ４自然科学 統合失調症のひろば編集部 日本評論社 2015年

5336 自分を傷つけてしまう人のためのレスキュ－ガイド ４自然科学 松本俊彦 法研 2018年

5337 これだけは知っておきたい女性とうつ病 ４自然科学 神庭重信 医薬ジャ－ナル社 2016年

5338 描画にみる統合失調症のこころ ４自然科学 横田正夫 新曜社 2018年

5339 自閉症もうひとつの見方 ４自然科学
バリ－・Ｍ・プリザント　トム・フィ－ルズ
＝マイヤ－

福村出版 2018年

5340 老年期うつ病の作業療法 ４自然科学 高橋章郎 メジカルビュ－社 2015年

5341 うつ病の作業療法 ４自然科学 早坂友成　稲富宏之 医歯薬出版 2013年

5342 統合失調症・うつ病の作業療法の進め方 ４自然科学 堀田英樹 中山書店 2018年
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5343 マンガで学ぶうつ病治療記 ４自然科学 松下裕貴　塩月一平 新興医学出版社 2009年

5344 うつ病臨床のこんな疑問に答える  ＤＥＰＲＥＳＳＩＯＮ　ＦＲＯＮＴＩＥＲ ４自然科学 朝田隆　内富庸介 医薬ジャ－ナル社 2016年

5345 患者さんに説明できるうつ病治療 ４自然科学 稲田泰之 じほう 2014年

5346 さすらいの統合失調症対応・支援 ４自然科学 北山大奈 プリメド社 2011年

5347 女性のうつ病 ４自然科学 松島英介　仙波純一
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2015年

5348 心因性非てんかん性発作へのアプロ－チ ４自然科学 ロ－ナ・マイヤ－ズ　兼本浩祐 医学書院 2015年

5349 統合失調症薬物治療ガイドライン ４自然科学 日本神経精神薬理学会 医学書院 2016年

5350 もしも患者に“うつ”を見つけたら  Ｄｅｐｒｅｓｓｉｏｎ　Ｆｒｏｎｔｉｅｒ ４自然科学 樋口輝彦 医薬ジャ－ナル社 2018年

5351
認知症などの器質性疾患の前触れとしてのうつ病・うつ状態  ＤＥＰＲＥＳＳＩＯＮ　ＦＲＯ
ＮＴＩＥＲ

４自然科学 朝田隆　内富庸介 医薬ジャ－ナル社 2016年

5352 統合失調症だけど大丈夫 ４自然科学 渡部和成 永井書店 2012年

5353 うつ病のＴＭＳ療法 ４自然科学 鬼頭伸輔 金原出版 2016年

5354 統合失調症の臨床病理 ４自然科学 熊倉伸宏 新興医学出版社 2017年

5355 統合失調症治療イラストレイテッド  シリ－ズ治療・イラストレイテッド ４自然科学 渡邉博幸 星和書店 2017年

5356 うつ病診療における精神療法：１０分間で何ができるか ４自然科学 中村敬 星和書店 2018年

5357 うつ病の医学と法学 ４自然科学 村松太郎 中外医学社 2017年

5358 統合失調症のみかた，治療のすすめかた ４自然科学 松﨑朝樹 中外医学社 2017年

5359 プライマリ・ケアでうつを診たら ４自然科学 河西千秋　加藤大慈 羊土社 2016年

5360 自閉症スペクトラムの精神病理 ４自然科学 内海健 医学書院 2015年

5361 統合失調症とのつきあい方 ４自然科学 野坂達志 金剛出版 2014年

5362 健常と病のはざま ４自然科学 北山大奈 プリメド社 2018年

5363 わかった！　統合失調症のベスト治療 ４自然科学 渡部和成 星和書店 2018年

5364 「うつ」の捨て方 ４自然科学 深間内文彦　山下悠毅 弘文堂 2014年

5365 うつ病への疑問に答える ４自然科学 樋口輝彦 日本評論社 2016年

5366 先生、私はうつ病なんですか？ ４自然科学 広瀬徹也　新尾二郎 日本評論社 2016年

5367 うつ  これからの対人援助を考えるくらしの中の心理臨床 ４自然科学 野村俊明　青木紀久代 福村出版 2015年

5368 パ－ソナリティ障害  これからの対人援助を考えるくらしの中の心理臨床 ４自然科学 林直樹　松本俊彦 福村出版 2016年

5369 ＭＡＤＲＳを使いこなす ４自然科学 稲田俊也　稲田俊也 じほう 2013年

5370 うつ病医療の危機 ４自然科学 宮岡等 日本評論社 2014年

5371 自閉症スペクトラム家族が語るわが子の成長と生きづらさ ４自然科学 服部陵子 明石書店 2017年

5372 大学生のためのメンタルヘルスガイド  シリ－ズ大学生の学びをつくる ４自然科学 松本俊彦 大月書店 2016年

5373 メンタルヘルスの道案内 ４自然科学 徳田完二　竹内健児 北大路書房 2018年

5374 運動とメンタルヘルス ４自然科学 永松俊哉　明治安田厚生事業団 杏林書院 2012年

5375 精神保健学／序説 ４自然科学 篠崎英夫 へるす出版 2017年

5376 精神保健 ４自然科学 石井厚　浅野弘毅 医学出版社 2016年

5377 メンタルサポ－ト教室 ４自然科学 桃谷裕子　山本晴義 新興医学出版社 2010年

5378 ますます！ねころんで読めるＣＤＣガイドライン ４ ４自然科学 矢野邦夫 メディカ出版 2017年

5379 感染対策４０の鉄則 ４自然科学 坂本史衣 医学書院 2016年

5380 イラストみんなの感染対策 ４自然科学 下間正隆　小野保 照林社 2016年

5381 グロ－バル感染症 ４自然科学
日経メディカル編集部　日経メディカル
編集部

日経ＢＰ社 2015年

5382 感染症と生体防御  放送大学教材 ４自然科学 田城孝雄　北村聖 放送大学教育振興会 2018年

5383 在宅医療×感染症 ４自然科学 遠藤光洋　大曲貴夫 南山堂 2016年

5384 侵襲性カンジダ症 ４自然科学 竹末芳生　三鴨廣繁 医薬ジャ－ナル社 2014年

5385 絵でわかる感染症ｗｉｔｈもやしもん  絵でわかるシリ－ズ ４自然科学 岩田健太郎　石川雅之 講談社 2015年

5386 わかる！身につく！病原体・感染・免疫 ４自然科学 藤本秀士　目野郁子 南山堂 2017年
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5387 はじめの一歩のイラスト感染症・微生物学 ４自然科学 本田武司 羊土社 2011年

5388 みるトレ感染症 ４自然科学 笠原敬　忽那賢志 医学書院 2015年

5389 医療現場における職業感染予防と曝露後の対処 ４自然科学 木村哲 医薬ジャ－ナル社 2015年

5390 極論で語る感染症内科 ４自然科学 岩田健太郎 丸善出版 2016年

5391 高齢者のための感染症診療 ４自然科学 岩田健太郎　高山義浩 丸善出版 2017年

5392 病いと癒しの人間史 ４自然科学 岡田晴恵 日本評論社 2015年

5393 近代医学の先駆者  岩波現代全書 ４自然科学 山内一也 岩波書店 2015年

5394 ワクチンと予防接種の全て ４自然科学 大谷明　三瀬勝利 金原出版 2013年

5395 そこが知りたい！成人の予防接種パ－フェクト・ガイド ４自然科学 渡辺彰（医学）　尾内一信 診断と治療社 2014年

5396 よくわかる予防接種のキホン ４自然科学 寺田喜平 中外医学社 2018年

5397 わかりやすい予防接種 ４自然科学 渡辺博（小児科医） 診断と治療社 2018年

5398 基礎疾患をもつ小児に対する予防接種ガイドブック ４自然科学 永井利三郎　田邉卓也 診断と治療社 2015年

5399 ０歳からのワクチン接種ガイド ４自然科学
ＶＰＤを知って、子どもを守ろうの会　薗
部友良

日経メディカル開発 2014年

5400 ビジュアル予防接種マニュアル ４自然科学 及川馨 日本小児医事出版社 2017年

5401 エボラ出血熱とエマ－ジングウイルス  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 山内一也 岩波書店 2015年

5402 はしかの脅威と驚異  岩波科学ライブラリ－ ４自然科学 山内一也 岩波書店 2017年

5403 エボラの正体 ４自然科学 デイヴィッド・クォメン　山本光伸 日経ＢＰ社 2015年

5404 インフルエンザ・ハンタ－ ４自然科学 ロバ－ト・ウェブスタ－　田代眞人 岩波書店 2019年

5405 結核作業療法とその時代 ４自然科学 加賀谷一 協同医書出版社 2003年

5406 子を看るとき、子を看取るとき  シリ－ズここで生きる ４自然科学 山崎光祥 岩波書店 2014年

5407 小児リハビリテ－ション医学 ４自然科学 栗原まな 医歯薬出版 2015年

5408 一目でわかる小児科学 ４自然科学 ロ－レンス・マイケル　メアリ－・ルドルフ
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

5409 症状でひらめくこどものコモンディジ－ズ ４自然科学 児玉和彦 メディカ出版 2018年

5410 スキルアップ！小児の総合診療 ４自然科学 窪田満 診断と治療社 2018年

5411 レジデント必修症例でわかる小児科診療 ４自然科学 水谷修紀　鹿島田健一 診断と治療社 2014年

5412 医療保育－ぜひ知っておきたい小児科知識 ４自然科学 梶谷喬　佐々木正美 診断と治療社 2015年

5413 小児リハビリテ－ション評価マニュアル ４自然科学 問川博之　高橋秀寿 診断と治療社 2015年

5414 新生児・小児医療にかかわる人のための看取りの医療 ４自然科学 船戸正久　鍋谷まこと 診断と治療社 2016年

5415 シンプル小児科学 ４自然科学 香美祥二 南江堂 2016年

5416 最新ＮＩＣＵマニュアル ４自然科学 京都府立医科大学附属病院　細井創 診断と治療社 2017年

5417 いのちのケア ４自然科学 武田康男 協同医書出版社 2012年

5418 子どもの感覚運動機能の発達と支援 ４自然科学 大城昌平　儀間裕貴 メジカルビュ－社 2018年

5419 上田式子どもの発達簡易検査 ４自然科学 上田礼子 医歯薬出版 2011年

5420 イラストでわかる小児理学療法学演習 ４自然科学 上杉雅之 医歯薬出版 2018年

5421 小児理学療法学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　田原弘幸 南江堂 2018年

5422 こどもと薬のＱ＆Ａ ４自然科学
石川洋一（薬剤師）　小児薬物療法研究
会

じほう 2017年

5423 小児薬物療法テキストブック ４自然科学 板橋家頭夫　石川洋一（薬剤師） じほう 2017年

5424 小児科外来処方マニュアル ４自然科学 清水俊明　田久保憲行 医学書院 2018年

5425 子どものＱＯＬ尺度その理解と活用 ４自然科学 古荘純一　柴田玲子 診断と治療社 2014年

5426 子どもの救急手技マニュアル ４自然科学 井上信明 診断と治療社 2014年

5427 これだけは知っておきたい！よくみる小児疾患１００ ４自然科学 神川晃　秋山千枝子 総合医学社 2015年

5428 こどもの「症状」から考える　外来小児診療の伝え方の極意 ４自然科学 井上信明　安藤恵美子 中外医学社 2017年

5429 こどもの身体の基準 ４自然科学 金子一成　吉村健 中外医学社 2014年

5430 小児在宅医療・訪問リハビリテ－ション入門 ４自然科学 橋本浩 中外医学社 2018年
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5431 新しい小児外来疾患のみかた、考えかた ４自然科学 西村龍夫 中外医学社 2017年

5432 小児・新生児診療ゴ－ルデンハンドブック ４自然科学 東寛 南江堂 2016年

5433 要点をおさえる小児救急・プライマリケア ４自然科学 市川光太郎 南江堂 2015年

5434 みんなで取り組む乳幼児健診 ４自然科学 原朋邦 南山堂 2018年

5435 実践子どもの漢方 ４自然科学 黒木春郎 日本医事新報社 2018年

5436 かゆいところに手が届く小児プライマリ・ケアガイド ４自然科学 森田潤 羊土社 2010年

5437 小児の訪問診療も始めるための２９のポイント  在宅医療の技とこころ ４自然科学 前田浩利　田邊幸子 南山堂 2016年

5438 小児の臨床検査基準値ポケットガイド ４自然科学 田中敏章 じほう 2014年

5439 心身症  思春期のこころと身体Ｑ＆Ａ ４自然科学 高尾龍雄 ミネルヴァ書房 2018年

5440 アレルギ－の子どもの学校生活  子どものこころと体シリ－ズ ４自然科学 西間三馨 慶応義塾大学出版会 2015年

5441 成長障害のマネジメント  マネジメントシリ－ズ ４自然科学 横谷進 医薬ジャ－ナル社 2013年

5442 小児代謝疾患マニュアル ４自然科学
ヨハネス・チョッケ　ゲオルク・Ｆ．ホフマ
ン

診断と治療社 2013年

5443 食物アレルギ－児のための食事と治療用レシピ ４自然科学 伊藤節子 診断と治療社 2014年

5444 小児アレルギ－疾患診療ハンドブック ４自然科学 清益功浩 中外医学社 2015年

5445 小児生活習慣病ハンドブック ４自然科学 清水俊明 中外医学社 2012年

5446 知って安心！食物アレルギ－ ４自然科学 佐守友仁 診断と治療社 2013年

5447 食物アレルギ－お弁当のＡＢＣ ４自然科学 有田孝司　高松伸枝 第一出版（千代田区） 2018年

5448 食物アレルギ－の基礎知識 ４自然科学
兵庫食物アレルギ－研究会　小林陽之
助

診断と治療社 2012年

5449 こどもの咳嗽診療ガイドブック ４自然科学 ニュ－ロペプタイド研究会 診断と治療社 2011年

5450 よくわかる子どもの喘鳴診療ガイド ４自然科学 徳山研一 診断と治療社 2015年

5451 小児の咳嗽診療ガイドライン ４自然科学 日本小児呼吸器学会　吉原重美 診断と治療社 2014年

5452 子どもの風邪 ４自然科学 西村龍夫 南山堂 2015年

5453 徹底ガイド小児の呼吸管理Ｑ＆Ａ ４自然科学 植田育也 総合医学社 2016年

5454 腎臓病小児のマネジメント  臨床クリップ ４自然科学 上村治 ヌンク 2016年

5455 小児腎血管性高血圧診療ガイドライン ２０１７ ４自然科学 日本小児腎臓病学会 診断と治療社 2017年

5456 夜尿症診療ガイドライン ２０１６ ４自然科学 日本夜尿症学会 診断と治療社 2016年

5457 小児運動器疾患のプライマリケア ４自然科学 藤井敏男　高村和幸 南江堂 2015年

5458 知っておきたい発達障害のアセスメント  乳幼児期における発達障害の理解と支援 ４自然科学 尾崎康子　三宅篤子 ミネルヴァ書房 2016年

5459 子どものための精神医学 ４自然科学 滝川一廣 医学書院 2017年

5460 発達障害のリハビリテ－ション ４自然科学 宮尾益知　橋本圭司 医学書院 2017年

5461 甘えたくても甘えられない ４自然科学 小林隆児 河出書房新社 2014年

5462 発達障害の原因と発症メカニズム ４自然科学 黒田洋一郎　木村－黒田純子 河出書房新社 2014年

5463 発達障害の薬物療法 ４自然科学 杉山登志郎 岩崎学術出版社 2015年

5464 やさしい思春期臨床 ４自然科学 黒沢幸子 金剛出版 2015年

5465 不登校の児童・思春期精神医学 ４自然科学 斉藤万比古 金剛出版 2016年

5466 母子臨床と世代間伝達 ４自然科学 渡辺久子 金剛出版 2016年

5467 発達障害キ－ワ－ド＆キ－ポイント ４自然科学 市川宏伸 金子書房 2016年

5468 自閉症スペクトラムがよくわかる本  健康ライブラリ－イラスト版 ４自然科学 本田秀夫 講談社 2015年

5469 デジタル・デメンチア ４自然科学 マンフレ－ト・シュピッツァ－　小林敏明 講談社 2014年

5470 虐待が脳を変える ４自然科学 友田明美　藤澤玲子 新曜社 2018年

5471 自閉症と感覚過敏 ４自然科学 熊谷高幸 新曜社 2017年

5472 発達障害とはなにか  朝日選書 ４自然科学 古荘純一 朝日新聞出版 2016年

5473 子と親の臨床  こころの科学叢書 ４自然科学 杉山登志郎 日本評論社 2016年

5474 自閉症  こころの科学叢書 ４自然科学 村田豊久 日本評論社 2016年
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5475 非行・犯罪の心理臨床  こころの科学叢書 ４自然科学 藤岡淳子 日本評論社 2017年

5476 僕のこころを病名で呼ばないで  精神科外来シリ－ズ ４自然科学 青木省三 日本評論社 2016年

5477 子どものメンタルヘルス事典  日評ベ－シック・シリ－ズ ４自然科学 清水将之 日本評論社 2014年

5478 発達障害の謎を解く  日評ベ－シック・シリ－ズ ４自然科学 鷲見聡 日本評論社 2015年

5479 テキストブック児童精神医学 ４自然科学 井上勝夫 日本評論社 2014年

5480 子どものミカタ ４自然科学 山登敬之 日本評論社 2014年

5481 やさしい発達障害論  サイコ・クリティ－ク ４自然科学 高岡健 批評社 2018年

5482 テキストブック児童精神科臨床 ４自然科学 井上勝夫 日本評論社 2017年

5483 発達障害 ４自然科学 十一元三　崎濱盛三 ミネルヴァ書房 2019年

5484 子どもの精神療法 ４自然科学 川畑友二 岩崎学術出版社 2015年

5485 被災地の子どものこころケア ４自然科学 松浦直己　八木淳子 中央法規出版 2018年

5486 標準読み書きスクリ－ニング検査 ４自然科学 宇野彰　春原則子 インテルナ出版 2017年

5487 発達ＯＴが考える子どもセラピィの思考プロセス ４自然科学 小松則登　小西紀一 メジカルビュ－社 2016年

5488 発達障害領域の作業療法アプロ－チ ４自然科学 小西紀一　小松則登 メジカルビュ－社 2018年

5489 発達性協調運動障害の評価と運動指導 ４自然科学 新田收 ナップ 2018年

5490 イラストでわかる発達障害の作業療法 ４自然科学 辛島千恵子　上杉雅之 医歯薬出版 2016年

5491 脳性まひ児の家庭療育 ４自然科学 エヴァ・バウア－　上杉雅之 医歯薬出版 2014年

5492 ＰＴ・ＯＴのための発達障害ガイド ４自然科学 新田收　笹田哲 金原出版 2012年

5493 脳性まひの療育と理学療法 ４自然科学 東條惠 診断と治療社 2015年

5494 こどもの神経疾患の診かた ４自然科学 新島新一　山本仁 医学書院 2016年

5495 乳幼児の発達障害診療マニュアル ４自然科学 洲鎌盛一 医学書院 2013年

5496 小児てんかんのインフォ－ムドコンセント入門 ４自然科学 小国弘量 医薬ジャ－ナル社 2017年

5497 発達障害児の医療・療育・教育 ４自然科学 松本昭子　土橋圭子 金芳堂 2014年

5498 子どものうつ心の治療 ４自然科学 傳田健三 新興医学出版社 2014年

5499 小児脳性麻痺のボツリヌス治療  シリ－ズボツリヌス治療の実際 ４自然科学 根津敦夫 診断と治療社 2012年

5500 いま，小児科医に必要な実践臨床小児睡眠医学 ４自然科学
兵庫県立リハビリテ－ション中央病院　
三池輝久

診断と治療社 2015年

5501 医療・心理・教育・保育にかかわる人たちのための子どもの精神保健テキスト ４自然科学 古荘純一 診断と治療社 2015年

5502 医療スタッフのためのＬＤ診療・支援入門 ４自然科学 若宮英司　玉井浩 診断と治療社 2016年

5503 虐待を受けた子どものケア・治療 ４自然科学 奥山真紀子　西沢哲 診断と治療社 2012年

5504 軽度発達障害の臨床 ４自然科学 横山浩之（特別支援教育） 診断と治療社 2011年

5505 国立精神・神経医療研究センタ－小児神経科診断・治療マニュアル ４自然科学 佐々木征行　須貝研司 診断と治療社 2015年

5506 子どものＰＴＳＤ ４自然科学 友田明美　杉山登志郎 診断と治療社 2014年

5507 自閉症かな？と思ったとき ４自然科学
オスナット・テイテルバウム　フィリップ・
テイテルバウム

診断と治療社 2014年

5508 重症心身障害児・者診療・看護ケア実践マニュアル ４自然科学 北住映二　口分田政夫 診断と治療社 2015年

5509 小児けいれん重積治療ガイドライン ２０１７ ４自然科学 日本小児神経学会 診断と治療社 2017年

5510 小児の高次脳機能障害リハビリテ－ション実践ガイドブック ４自然科学 栗原まな 診断と治療社 2011年

5511 小児急性脳症診療ガイドライン ２０１６ ４自然科学 日本小児神経学会　日本小児神経学会 診断と治療社 2016年

5512 特異的発達障害診断・治療のための実践ガイドライン ４自然科学
特異的発達障害の臨床診断と治療指
針

診断と治療社 2010年

5513 日常診療における子どもの睡眠障害 ４自然科学 谷池雅子 診断と治療社 2015年

5514 熱性けいれん診療ガイドライン ２０１５ ４自然科学
熱性けいれん診療ガイドライン策定委
員会　日本小児神経学会

診断と治療社 2015年

5515 発達障害支援のための脳解剖ポイント整理ノ－ト ４自然科学 橋本圭司　上久保毅 診断と治療社 2014年

5516 小児心身医学会ガイドライン集 ４自然科学 日本小児心身医学会 南江堂 2015年

5517 小児発達障害について非専門医の先生に知っておいてほしいこと、まとめてみました ４自然科学 髙貝就 日本医事新報社 2018年

5518 手軽にとれる小児神経所見 ４自然科学 小坂仁 文光堂 2014年
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5519 子どものこころの医学 ４自然科学 中村和彦 金芳堂 2014年

5520 なぜ子どもは自殺するのか ４自然科学 傳田健三 新興医学出版社 2018年

5521 起立性調節障害の診かた ４自然科学 森下克也 中外医学社 2014年

5522 児童・青年期精神疾患の薬物治療ガイドライン ４自然科学 中村和彦（精神医学） じほう 2018年

5523 注意欠如・多動症－ＡＤＨＤ－の診断・治療ガイドライン ４自然科学 斉藤万比古 じほう 2016年

5524 臨床医のための小児精神医療入門 ４自然科学 斉藤万比古　小平雅基 医学書院 2014年

5525 子どものこころの診療ハンドブック  日本総合病院精神医学会治療指針 ４自然科学 日本総合病院精神医学会 星和書店 2016年

5526 社交不安症ＵＰＤＡＴＥ ４自然科学 小山司 先端医学社 2017年

5527 小児感染対策マニュアル ４自然科学
日本小児総合医療施設協議会　五十嵐
隆

じほう 2015年

5528 ネルソン小児感染症治療ガイド ４自然科学
ジョン・Ｓ．ブラッドリ－　ジョン・Ｄ．ネル
ソン

医学書院 2017年

5529 小児感染症の診かた・考えかた ４自然科学 上山伸也 医学書院 2018年

5530 小児の予防接種ハンドブック ４自然科学 渡辺博 総合医学社 2016年

5531 ダウン症リハビリテ－ションガイド ４自然科学 山本良彦 診断と治療社 2013年

5532 小児がん支持療法マニュアル ４自然科学 小児白血病研究会　篠田邦大 医薬ジャ－ナル社 2016年

5533 ダウン症児の学びとコミュニケ－ション支援ガイド ４自然科学 玉井浩　里見恵子 診断と治療社 2016年

5534 早産児と満期産児のためのデュボヴィッツ新生児神経学的評価法 ４自然科学
リリ－・Ｍ．Ｓ．デュボヴィッツ　ヴィクタ
－・デュボヴィッツ

医歯薬出版 2015年

5535 よくわかる新生児の血液ガス ４自然科学 細野茂春 メディカ出版 2015年

5536 子どもの食と栄養  ＭＩＮＥＲＶＡはじめて学ぶ子どもの福祉 ４自然科学 倉石哲也　伊藤嘉余子 ミネルヴァ書房 2017年

5537 子どもの食と栄養 ４自然科学 水野清子　南里清一郎 診断と治療社 2014年

5538 医療従事者のための臨床小児栄養学入門 ４自然科学 橋本浩 中外医学社 2017年

5539 イラストを見せながら説明する育児のポイントと健康相談 ４自然科学 金子堅一郎 南山堂 2015年

5540 発育期の子どもの食生活と栄養 ４自然科学 菅原園　辻ひろみ 学建書院 2015年

5541 子どもの食と栄養 ４自然科学 児玉浩子　太田百合子 中山書店 2018年

5542 描かれた手術 ４自然科学 リチャ－ド・バ－ネット　中里京子 河出書房新社 2017年

5543 外傷救護の最前線 ４自然科学 齋藤大蔵　関根康雅 診断と治療社 2018年

5544 外傷の術後管理のスタンダ－ドはこれだ！  Ｓｕｒｖｉｖｉｎｇ　ＩＣＵシリ－ズ ４自然科学 清水敬樹 羊土社 2016年

5545 ＡＹＡ世代がんサポ－トガイド ４自然科学
「総合的な思春期・若年成人（ＡＹＡ）世
代

金原出版 2018年

5546 抗がん剤・放射線治療と食事のくふう  がんよろず相談Ｑ＆Ａシリ－ズ ４自然科学 山口建　静岡県立静岡がんセンタ― 女子栄養大学出版部 2018年

5547 がん研有明病院の抗がん剤・放射線治療に向きあう食事 ４自然科学 伊沢由紀子　小口正彦 女子栄養大学出版部 2014年

5548 がん病態栄養専門管理栄養士のためのがん栄養療法ガイドブック ２０１９ ４自然科学 日本病態栄養学会 南江堂 2019年

5549 やさしいがん患者の代謝と栄養管理 ４自然科学 東口高志 医薬ジャ－ナル社 2017年

5550 がん患者のリハビリテ－ション ４自然科学 宮越浩一 メジカルビュ－社 2013年

5551 がんのリハビリテ－ションマニュアル ４自然科学 辻哲也 医学書院 2011年

5552 がんのリハビリテ－ションＱ＆Ａ ４自然科学 辻哲也 中外医学社 2015年

5553 がんリハビリテ－ション心理学 ４自然科学 保坂隆 医歯薬出版 2017年

5554 がんのリハビリテ－ションガイドライン ４自然科学 日本リハビリテ－ション医学会 金原出版 2013年

5555 「診断名はなんでしょう？」骨軟部腫瘍と腫瘍様病変の画像診断Ｑ＆Ａ ４自然科学 鳥越知明 金原出版 2016年

5556 見逃さない！骨・軟部腫瘍外科画像アトラス ４自然科学 大幸俊三 全日本病院出版会 2014年

5557 がん患者のこころに寄り添うために サイコロジスト編 ４自然科学 大木桃代 真興交易医書出版部 2014年

5558 患者の心を誰がみるのか ４自然科学 岡山慶子　中村清吾 岩崎学術出版社 2018年

5559 頭部外傷と高次脳機能障害 ４自然科学
日本高次脳機能障害学会教育・研修委
員会

新興医学出版社 2018年

5560 救急白熱セミナ－頭部外傷実践マニュアル ４自然科学 佐々木淳一　並木淳 中外医学社 2018年

5561 頸髄損傷のリハビリテ－ション ４自然科学 二瓶隆一　陶山哲夫 協同医書出版社 2016年

5562 腰椎椎間板ヘルニア診療ガイドライン ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2011年
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5563 移植と家族 ４自然科学 一宮茂子 岩波書店 2016年

5564 痔で悩む人の毎日ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 松島誠　新妻京子 女子栄養大学出版部 2018年

5565
脊柱疾患のリハビリテ－ションの科学的基礎  Ｓｐｏｒｔｓ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｔｈｅｒａｐｙ　Ｓｅｍｉｎ
ａ

４自然科学 福林徹　金岡恒治 ナップ 2017年

5566 脊髄損傷理学療法マニュアル ４自然科学 岩崎洋 文光堂 2014年

5567 プライマリケアのための腰部脊柱管狭窄 ４自然科学 菊地臣一 医薬ジャ－ナル社 2015年

5568 頚椎診療のてびき ４自然科学 遠藤健司　三原久範 丸善出版 2012年

5569 脊椎脊髄ハンドブック ４自然科学
徳橋泰明　日本大学医学部整形外科学
系整形外科学分野

三輪書店 2018年

5570 頚椎症性脊髄症診療ガイドライン ２０１５ ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2015年

5571 腰部脊柱管狭窄症診療ガイドライン ２０１１ ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2011年

5572 脊椎脊髄病用語事典 ４自然科学 日本脊椎脊髄病学会 南江堂 2015年

5573 ＪＯＡＢＰＥＱ，ＪＯＡＣＭＥＱマニュアル ４自然科学
日本整形外科学会　日本脊椎脊髄病学
会

南江堂 2012年

5574 下肢運動器疾患の診かた・考えかた ４自然科学 中図健 医学書院 2016年

5575 上肢運動器疾患の診かた・考えかた ４自然科学 中図健 医学書院 2011年

5576 上肢運動器疾患のリハビリテ－ション［ｗｅｂ動画付］ ４自然科学 中図健 医学書院 2018年

5577 ハンドセラピィ ４自然科学 齋藤慶一郎 メジカルビュ－社 2014年

5578 カラ－写真で学ぶ実践スポ－ツ障害のみかた 下肢編 ４自然科学 武田康志　竹内義享 医歯薬出版 2011年

5579 カラ－写真で学ぶ実践スポ－ツ障害のみかた 上肢・体幹編 ４自然科学 武田康志　竹内義享 医歯薬出版 2011年

5580 臨床につながる整形外科学  理学療法・作業療法専門基礎分野 ４自然科学 芳賀信彦 医歯薬出版 2016年

5581 肩診療マニュアル ４自然科学 乾浩明　信原克哉 医歯薬出版 2013年

5582 疾患別整形外科理学療法ベストガイド　下肢編 ４自然科学 相澤純也　中丸宏二 中外医学社 2018年

5583 疾患別整形外科理学療法ベストガイド　上肢・脊椎編 ４自然科学 相澤純也　中丸宏二 中外医学社 2018年

5584 理学療法士のための足と靴のみかた ４自然科学 坂口顕 文光堂 2013年

5585 図解整形外科 ４自然科学 久保俊一　山下敏彦 金芳堂 2017年

5586 整形外科医が知っておくべき境界領域のポイント ４自然科学 久保俊一　加藤則人 診断と治療社 2014年

5587 日常診療でよく出会う足病変の診かた ４自然科学 桑原靖 中外医学社 2017年

5588 整形外科領域における移植医療  別冊整形外科 ４自然科学 大川淳 南江堂 2015年

5589 新足のクリニック ４自然科学 井口傑 南江堂 2015年

5590 整形外科学用語集 ４自然科学 日本整形外科学会 南江堂 2016年

5591 整形外科専門研修マニュアル ４自然科学 松本守雄　森岡秀夫 南江堂 2018年

5592 外来で診る！手足のしびれ・痛み診療 ４自然科学 寺尾亨　金景成 日本医事新報社 2017年

5593 フットケアと足病変治療ガイドブック ４自然科学 日本フットケア学会 医学書院 2017年

5594 救急整形外傷レジデントマニュアル ４自然科学 田島康介 医学書院 2018年

5595 脳卒中の下肢装具 ４自然科学 渡辺英夫　平山史朗 医学書院 2016年

5596 義肢学 ４自然科学 沢村誠志　田澤英二 医歯薬出版 2015年

5597 義肢製作マニュアル ４自然科学 田澤英二　日本義肢装具士協会 医歯薬出版 2017年

5598 装具学　第4H版 ４自然科学 飛松好子　高嶋孝倫 医歯薬出版 2013年

5599 義肢装具と作業療法 ４自然科学 大庭潤平　西村誠次 医歯薬出版 2017年

5600 義肢装具学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　磯崎弘司 南江堂 2018年

5601 盲点チェック！脳卒中リハ装具活用実践レクチャ－ ４自然科学 勝谷将史　大村優慈 メジカルビュ－社 2018年

5602 義肢装具学  理学療法学テキスト ４自然科学 大峯三郎　橋元隆 九州神陵文庫 2015年

5603 義肢学  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 永冨史子 中山書店 2011年

5604 装具学  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 佐竹將宏 中山書店 2011年

5605 イラストと写真でわかる実践装具療法 ４自然科学 久保俊一　田島文博 金芳堂 2015年

5606 整形外科テストポケットマニュアル ４自然科学 高橋仁美　金子奈央 医歯薬出版 2016年
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5607 アトラス骨・関節画像診断 １ ４自然科学 戸山芳昭 中外医学社 2010年

5608 下肢臨床症候の診かた・考え方 ４自然科学 吉矢晋一　帖佐悦男 南山堂 2015年

5609 教えて！救急整形外科疾患のミカタ ４自然科学 斉藤究 羊土社 2014年

5610 義肢装具のチェックポイント ４自然科学
日本整形外科学会　日本リハビリテ－
ション医学会

医学書院 2014年

5611 外反母趾診療ガイドライン ２０１４ ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2014年

5612 極める大腿骨骨折の理学療法  臨床思考を踏まえる理学療法プラクティス ４自然科学 斉藤秀之　加藤浩 文光堂 2017年

5613 チ－ムで診る高齢者脆弱性骨折手術と周術期管理 ４自然科学 遠藤直人 医薬ジャ－ナル社 2017年

5614 骨折（四肢・脊椎脊髄外傷）の診断と治療 その１ 別冊整形外科 ４自然科学 遠藤直人 南江堂 2016年

5615 Ｍｕｓｔ＆Ｎｅｖｅｒ大腿骨頸部・転子部骨折の治療と管理 ４自然科学 安藤謙一 南江堂 2017年

5616 橈骨遠位端骨折診療ガイドライン ２０１７ ４自然科学 日本整形外科学会　日本手外科学会 南江堂 2017年

5617 当直でよく診る骨折・脱臼・捻挫 ４自然科学 渡部欣忍 日本医事新報社 2017年

5618 骨折の機能解剖学的運動療法 総論・上肢 ４自然科学 松本正知　青木隆明 中外医学社 2015年

5619 骨折の機能解剖学的運動療法 体幹・下肢 ４自然科学 松本正知　青木隆明 中外医学社 2015年

5620 メディカルストレッチング ４自然科学 丹羽滋郎　高柳富士丸 金原出版 2014年

5621 変形性股関節症のリハビリテ－ション ４自然科学 土屋辰夫　勝又壮一 医歯薬出版 2012年

5622 肩関節痛・頚部痛のリハビリテ－ション  痛みの理学療法シリ－ズ ４自然科学 村木孝行　三木貴弘 羊土社 2018年

5623 ノンスラストによる関節モビライゼ－ション ２ ４自然科学 糟谷俊彦 緑書房（中央区） 2015年

5624 シュロス法による側弯症治療 ４自然科学
クリスタ・レ－ネルト・シュロス　ペ－トラ・
グレブル

ガイアブックス 2015年

5625 スパイナル・コントロ－ル ４自然科学
ポ－ル・Ｗ．ホッジス　ジャック・ショル
ウィッキ

ナップ 2015年

5626 股関節理学療法マネジメント ４自然科学 永井聡　対馬栄輝 メジカルビュ－社 2018年

5627 足部・足関節理学療法マネジメント ４自然科学 片寄正樹　小林匠 メジカルビュ－社 2018年

5628 膝関節理学療法マネジメント ４自然科学 石井慎一郎　森口晃一 メジカルビュ－社 2018年

5629 臨床実践肩関節の理学療法  教科書にはない敏腕ＰＴのテクニック ４自然科学 松尾善美　橋本雅至 文光堂 2018年

5630 臨床実践足部・足関節の理学療法  教科書にはない敏腕ＰＴのテクニック ４自然科学 松尾善美　橋本雅至 文光堂 2017年

5631 臨床実践変形性膝関節症の理学療法  教科書にはない敏腕ＰＴのテクニック ４自然科学 橋本雅至　松尾善美 文光堂 2016年

5632 極める変形性膝関節症の理学療法  臨床思考を踏まえる理学療法プラクティス ４自然科学 斉藤秀之　加藤浩（理学療法） 文光堂 2014年

5633 人工膝関節全置換術の理学療法 ４自然科学 山田英司　井野拓実 文光堂 2018年

5634 膝関節運動療法の臨床技術 ４自然科学 今屋健 文光堂 2018年

5635 野球肘検診ガイドブック ４自然科学 松浦哲也　柏口新二 文光堂 2018年

5636 膝ＭＲＩ ４自然科学 新津守 医学書院 2018年

5637 むち打ち損傷ハンドブック ４自然科学 遠藤健司　鈴木秀和 丸善出版 2018年

5638 Ｍｏｂｉｌｅ　Ｂｅａｒｉｎｇの実際 ４自然科学 小堀眞　八木知徳 全日本病院出版会 2017年

5639 人工関節置換術  別冊整形外科 ４自然科学 遠藤直人 南江堂 2014年

5640 足関節・足部疾患の最新治療  別冊整形外科 ４自然科学 松田秀一 南江堂 2016年

5641 変形性膝関節症の診断と治療  別冊整形外科 ４自然科学 越智光夫 南江堂 2015年

5642 骨・関節術後感染予防ガイドライン ２０１５ ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2015年

5643 仙腸関節機能障害 ４自然科学 片田重彦　木檜晃 南江堂 2014年

5644 肘が痛い方のために ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2012年

5645 変形性股関節症診療ガイドライン ２０１６ ４自然科学 日本整形外科学会　日本整形外科学会 南江堂 2016年

5646 しびれ・痛みに対する整形外科診療の進歩  別冊整形外科 ４自然科学 「整形外科」編集委員会　大川淳 南江堂 2018年

5647 高齢者（７５歳以上）の運動器変性疾患に対する治療  別冊整形外科 ４自然科学 竹下克志　「整形外科」編集委員 南江堂 2017年

5648 骨折（四肢・脊椎脊髄外傷）の診断と治療 その２ 別冊整形外科 ４自然科学 遠藤直人　「整形外科」編集委員 南江堂 2017年

5649 よくわかる膝関節の病気・ケガ ４自然科学 長谷川幸治　横江清司 名古屋大学出版会 1998年

5650 リハカルテ活用ハンドブック ４自然科学 南場芳文　宮越浩一 メジカルビュ－社 2015年
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5651 リハビリテ－ションリスク管理ケ－ススタディ ４自然科学 宮越浩一 メジカルビュ－社 2016年

5652 リハビリテ－ション運動生理学 ４自然科学 解良武士　玉木彰 メジカルビュ－社 2016年

5653 終末期リハビリテ－ションの臨床アプロ－チ ４自然科学 安部能成 メジカルビュ－社 2016年

5654 ニュ－ロリハビリテ－ション ４自然科学 道免和久 医学書院 2015年

5655 運動療法の「なぜ？」がわかる超音波解剖 ４自然科学 工藤慎太郎　工藤慎太郎 医学書院 2014年

5656 こんなときどうする？リハビリテ－ション臨床現場のモヤモヤ解決！ ４自然科学 上月正博 医歯薬出版 2014年

5657 リハスタッフのためのコ－チング活用ガイド ４自然科学 出江紳一 医歯薬出版 2018年

5658 リハビリテ－ション・ＡＤＬトレ－ニング写真 ４自然科学 高橋仁美　金子奈央 医歯薬出版 2017年

5659 リハビリテ－ションにおける評価 ４自然科学 上月正博　正門由久 医歯薬出版 2016年

5660 リハ研究の進め方・まとめ方 ４自然科学 志波直人 医歯薬出版 2017年

5661 運動学習理論に基づくリハビリテ－ションの実践 ４自然科学 長谷公隆　浅井憲義 医歯薬出版 2016年

5662 学生のためのリハビリテ－ション医学概論 ４自然科学 栢森良二 医歯薬出版 2015年

5663 自信がもてる！リハビリテ－ション臨床実習 ４自然科学 川上途行　里宇明元 医歯薬出版 2015年

5664 実践！動作分析 ４自然科学 西守隆　上杉雅之 医歯薬出版 2016年

5665 リハビリテ－ション概論 ４自然科学 上好昭孝　田島文博 永井書店 2014年

5666 見て知るリハビリテ－ション医学 ４自然科学 小松泰喜　柳沢信夫 丸善出版 2016年

5667 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴ・ナ－スを目指す人のためのリハビリテ－ション総論 ４自然科学 椿原彰夫 診断と治療社 2017年

5668 介護予防と介護期・終末期リハビリテ－ション ４自然科学 大田仁史 荘道社 2015年

5669 リハビリテ－ションのための臨床神経生理学 ４自然科学 正門由久 中外医学社 2015年

5670 障害と活動の測定・評価ハンドブック ４自然科学 岩谷力　飛松好子 南江堂 2015年

5671 デ－タに基づく臨床動作分析 ４自然科学 藤澤宏幸 文光堂 2016年

5672 リアルフィジカルアセスメント ４自然科学 星孝 文光堂 2016年

5673 ＡＤＬ  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 柴喜崇　下田信明 羊土社 2015年

5674 運動器の運動療法  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 小柳磨毅　中江徳彦 羊土社 2017年

5675 リハビリテ－ション医学  ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト　専門基礎 ４自然科学 安保雅博　渡邉修 羊土社 2018年

5676 リハビリテ－ションリスク管理ハンドブック ４自然科学
亀田メディカルセンタ－リハビリテ－ショ
ン

メジカルビュ－社 2017年

5677 機能解剖で斬る神経系疾患 ４自然科学 中野隆 メディカルプレス 2018年

5678 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのための一般臨床医学 ４自然科学 椿原彰夫　平岡崇 医歯薬出版 2014年

5679 セラピストのための機能解剖学的ストレッチング下肢・体幹 ４自然科学 林典雄　鵜飼建志 メジカルビュ－社 2018年

5680 セラピストのための機能解剖学的ストレッチング上肢 ４自然科学 鵜飼建志　林典雄 メジカルビュ－社 2016年

5681 リハで読むべき運動器画像 ４自然科学 塩野寛大　瀧田勇ニ メジカルビュ－社 2017年

5682 リハビリテ－ション・ホ－ムエクササイズ ４自然科学 高橋仁美　金子奈央 医歯薬出版 2014年

5683 活動と転倒 ４自然科学 大高洋平 医歯薬出版 2016年

5684 ウォ－キング指導者必携Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｗａｌｋｉｎｇ ４自然科学 矢野英雄　渡會公治 南江堂 2013年

5685 リハビリに直結する！運動器画像の見かた ４自然科学 河村廣幸 羊土社 2017年

5686 「認知運動療法」日記 ４自然科学 藤田貴史 協同医書出版社 2016年

5687 クエスチョン・バンク作業療法士国家試験問題解説 ２０１９ ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2018年

5688 カナダモデルで読み解く作業療法 ４自然科学 吉川ひろみ シ－ビ－ア－ル 2018年

5689 英語で学ぶ作業療法 ４自然科学 山内ひさえ　吉川ひろみ シ－ビ－ア－ル 2011年

5690 作業処方 ４自然科学 浅沼辰志　武田淳史 メジカルビュ－社 2013年

5691 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔５〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2016年

5692 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 2 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年

5693 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔１〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年

5694 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔３〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年
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5695 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 4 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年

5696 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 6 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年

5697 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔９〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2016年

5698 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔１０〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2016年

5699 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 7 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年

5700 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔１１〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2015年

5701 作業療法学ゴ－ルド・マスタ－・テキスト 〔８〕 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2017年

5702
作業療法がわかるＣＯＰＭ・ＡＭＰＳスタ－ティングガイド  Ｆｏｒ　ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎａｌ　ｔｈｅｒａｐ
ｉｓｔｓ

４自然科学 吉川ひろみ 医学書院 2008年

5703 標準作業療法学 基礎作業学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 濱口豊太　桐本光 医学書院 2017年

5704 標準作業療法学 高次脳機能作業療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 能登真一　能登真一 医学書院 2012年

5705 標準作業療法学 高齢期作業療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 松房利憲　新井健五 医学書院 2015年

5706 標準作業療法学 作業療法学概論 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 二木淑子　能登真一 医学書院 2016年

5707 標準作業療法学 作業療法研究法 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 山田孝　山田孝 医学書院 2012年

5708 標準作業療法学 作業療法臨床実習とケ－ススタデ Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 市川和子　矢谷令子 医学書院 2011年

5709 標準作業療法学 身体機能作業療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 山口昇　玉垣努 医学書院 2016年

5710 標準作業療法学 精神機能作業療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 小林夏子　小林夏子 医学書院 2014年

5711 標準作業療法学 地域作業療法学 ＳＴＡＮＤＡＲＤ　ＴＥＸＴＢＯＯＫ ４自然科学 矢谷令子　大熊明 医学書院 2017年

5712 標準作業療法学 日常生活活動・社会生活行為学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 濱口豊太　濱口豊太 医学書院 2014年

5713 標準作業療法学 発達過程作業療法学 Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｔｅｘｔｂｏｏｋ ４自然科学 福田恵美子（作業療法） 医学書院 2014年

5714 作業で語る事例報告 ４自然科学 齋藤佑樹 医学書院 2014年

5715 作業療法がわかるＣＯＰＭ・ＡＭＰＳ実践ガイド ４自然科学 吉川ひろみ　齋藤さわ子 医学書院 2014年

5716 作業療法がわかるＰＢＬテュ－トリアルＳｔｅｐ　ｂｙ　Ｓｔｅｐ ４自然科学 宮前珠子　新宮尚人 医学書院 2013年

5717 標準作業療法学専門分野　作業療法評価学　第３版 ４自然科学 矢谷令子　能登真一 医学書院 2017年

5718 作業療法評価のエッセンス  作業療法ケ－スブック ４自然科学 澤俊二　鈴木孝治 医歯薬出版 2010年

5719 作業活動実習マニュアル ４自然科学 古川宏 医歯薬出版 2018年

5720 作業療法管理学入門 ４自然科学 大庭潤平 医歯薬出版 2018年

5721 作業療法研究法 ４自然科学 竹田徳則　大浦智子 医歯薬出版 2017年

5722 作業療法士が行うＩＴ活用支援 ４自然科学 宮永敬市　田中勇次郎 医歯薬出版 2011年

5723 事例で学ぶ生活行為向上マネジメント ４自然科学 日本作業療法士協会 医歯薬出版 2015年

5724 作業療法学全書　改訂第３版 第５巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2010年

5725 作業療法学全書　改訂第３版 第８巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2011年

5726 作業療法実践の仕組み ４自然科学 矢谷令子　福田恵美子 協同医書出版社 2014年

5727 四本足のあしながおじさん ４自然科学 風間忠道 協同医書出版社 2017年

5728 事例でわかる人間作業モデル ４自然科学 山田孝 協同医書出版社 2015年

5729 身体障害の作業療法 ４自然科学
ハイディ・マクヒュ－・ペンドルトン　ウィ
ニフレッド・シュルツ・クロ－ン

協同医書出版社 2014年

5730 地域に根ざした作業療法 ４自然科学 マ－ジョリ－・Ｅ．スカッファ　山田孝 協同医書出版社 2005年

5731 ＰＴ・ＯＴのための臨床実習で役立つリハビリテ－ション基本実技 ＯＴ版 ４自然科学 椿原彰夫　井上桂子 診断と治療社 2016年

5732 考える作業療法　活動能力障害に対して ４自然科学 澤田雄二 文光堂 2008年

5733 作業療法とドライブマネジメント ４自然科学 藤田佳男　澤田辰徳 文光堂 2018年

5734 身体作業療法クイックリファレンス ４自然科学 坪田貞子 文光堂 2008年

5735 身体障害作業療法学 １ ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 小林隆司 羊土社 2019年

5736 身体障害作業療法学 ２ ＰＴ・ＯＴビジュアルテキスト ４自然科学 小林隆司 羊土社 2019年

5737 ＯＴ症例レポ－ト赤ペン添削ビフォ－＆アフタ－ ４自然科学 岡田岳　長谷川明洋 羊土社 2018年

5738 急性期作業療法マネジメント ４自然科学 小林毅　東祐二 文光堂 2015年
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5739 精神科・身体合併症のリハビリテ－ション ４自然科学 平川淳一　林光俊 協同医書出版社 2015年

5740 リハビリテ－ション英語テキスト  シンプル理学療法学・作業療法学シリ－ズ ４自然科学 細田多穂　飯島博之 南江堂 2017年

5741 運動療法学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 植松光俊　大川裕行 南江堂 2015年

5742 日常生活活動学テキスト  シンプル理学療法学シリ－ズ ４自然科学 河元岩男　坂口勇人 南江堂 2014年

5743 よくわかる内部障害の運動療法 ４自然科学 上月正博　河村孝幸 医歯薬出版 2016年

5744 リハビリテ－ション職種のマネジメント ４自然科学 高木綾一　福山真樹 シ－ビ－ア－ル 2018年

5745 リハビリテ－ション管理・運営実践ガイドブック ４自然科学 金谷さとみ　高橋仁美 メジカルビュ－社 2018年

5746 運動療法に役立つ単純Ｘ線像の読み方 ４自然科学 浅野昭裕　青木隆明 メジカルビュ－社 2011年

5747 整形外科術後理学療法プログラム ４自然科学 島田洋一　高橋仁美 メジカルビュ－社 2014年

5748 早期リハビリテ－ションの実践 ４自然科学 西田修　飯田有輝 メジカルビュ－社 2018年

5749 内部障害リハのための胸部・腹部画像読影のすすめ ４自然科学 美津島隆　山内克哉 メジカルビュ－社 2017年

5750 下肢切断の理学療法 ４自然科学 細田多穂 医歯薬出版 2018年

5751 外来整形外科のための退行変性疾患の理学療法 ４自然科学 小関博久　入谷誠 医歯薬出版 2010年

5752 脊髄損傷の理学療法 ４自然科学 武田功 医歯薬出版 2017年

5753 リハビリのコミュ力 ４自然科学 西尾幸敏 金原出版 2017年

5754 筋電図バイオフィ－ドバック療法 ４自然科学 辻下守弘　中川朋 金芳堂 2010年

5755 急性期病院リハビリテ－ションマニュアル ４自然科学 安保雅博　角田亘 新興医学出版社 2017年

5756 ＰＴ・ＯＴのための臨床実習で役立つリハビリテ－ション基本実技 ＰＴ版 ４自然科学 椿原彰夫　國安勝司 診断と治療社 2016年

5757 リハビリテ－ション統計学  １５レクチャ－シリ－ズ　リハビリテ－ションテキスト ４自然科学 対馬栄輝　木村雅彦 中山書店 2015年

5758 運動療法学  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法テキスト ４自然科学 解良武士　玉木彰 中山書店 2014年

5759 誰でもわかる動作分析 ２ ４自然科学 小島正義　村井貞夫 南江堂 2010年

5760 誰でもわかる動作分析 ３ ４自然科学 小島正義　村井貞夫 南江堂 2012年

5761 理学療法士・作業療法士のためのできる！ＡＤＬ練習 ４自然科学 山崎裕司（理学療法） 南江堂 2016年

5762 極める膝・下腿骨骨折の理学療法  臨床思考を踏まえる理学療法プラクティス ４自然科学 斉藤秀之　加藤浩（理学療法） 文光堂 2017年

5763 実学としてのリハビリテ－ション概観 ４自然科学 奈良勲　木林勉 文光堂 2015年

5764 高齢者リハビリテ－ション実践マニュアル ４自然科学 宮越浩一 メジカルビュ－社 2014年

5765 ＰＴ・ＯＴが書いたリハビテ－ション英会話 ４自然科学 三木貴弘　今本大地 メジカルビュ－社 2018年

5766 リハビリテ－ションの基礎英語 ４自然科学 清水雅子 メジカルビュ－社 2017年

5767 リハビリテ－ション英語の基本用語と表現 ４自然科学 清水雅子　服部しのぶ メジカルビュ－社 2015年

5768 リハビリテ－ション医学・医療コアテキスト ４自然科学
日本リハビリテ－ション医学会　久保俊
一

医学書院 2018年

5769 認知とは何か ４自然科学 中村三夫　宮本省三 協同医書出版社 2017年

5770 認知神経リハビリテ－ション入門 ４自然科学 カルロ・ペルフェッティ　小池美納 協同医書出版社 2016年

5771 ＰＴ・ＯＴのための臨床技能とＯＳＣＥ　機能障害・能力低下への介入編 ４自然科学 才藤栄一　金田嘉清 金原出版 2017年

5772 現代リハビリテ－ション医学 ４自然科学 千野直一　椿原彰夫 金原出版 2017年

5773 リハビリテ－ションと地域連携・地域包括ケア ４自然科学
日本リハビリテ－ション医学会　日本リ
ハビリテ－ション医学会

診断と治療社 2013年

5774 リハビリテ－ション医療における安全管理・推進のためのガイドライン ４自然科学 日本リハビリテ－シヨン医学会 診断と治療社 2018年

5775 実践入門！一目でわかるリハビリテ－ションチ－ム医療 ４自然科学 久保俊一　堀井基行 診断と治療社 2014年

5776 神経筋疾患・脊髄損傷の呼吸リハビリテ－ションガイドライン ４自然科学 日本リハビリテ－ション医学会 金原出版 2014年

5777 眼で見る小児のリハビリテ－ション ４自然科学 栗原まな 診断と治療社 2015年

5778 体操療法オ－ルブック ４自然科学 高平尚伸 メジカルビュ－社 2016年

5779 今日の心のケア ４自然科学 南雲直二 荘道社 2014年

5780 誰でもできる心のケア ４自然科学 南雲直二 荘道社 2015年

5781 集中治療における早期リハビリテ－ション ４自然科学 日本集中治療医学会 日本集中治療医学会 2017年

5782 ＩＣＵから始める早期リハビリテ－ション  Ｓｕｒｖｉｖｉｎｇ　ＩＣＵシリ－ズ ４自然科学 中村俊介 羊土社 2016年
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5783 誰でもわかる動作分析 ４自然科学 小島正義 南江堂 2008年

5784 リハビリテ－ション医療入門 ４自然科学 武智秀夫 医学書院 2007年

5785 作業療法学全書　改訂第３版 第７巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2008年

5786 作業療法学全書　改訂第３版 第６巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2010年

5787 作業療法学全書　改訂第３版 第１３巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2009年

5788 作業療法学全書　改訂第３版 第１巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2010年

5789 作業療法学全書　改訂第３版 第４巻 ４自然科学 日本作業療法士協会 協同医書出版社 2008年

5790 骨関節疾患のリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.6 ４自然科学 金原出版 2003年

5791 義肢装具とリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.7 ４自然科学 金原出版 2003年

5792 神経疾患とリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.10 ４自然科学 金原出版 2005年

5793 脊髄損傷のリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.11 ４自然科学 金原出版 2005年

5794 言語障害・摂食嚥下障害とリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.12 ４自然科学 金原出版 2005年

5795 リハビリテーション工学と福祉機器  リハビリテ－ションmook  no.15 ４自然科学 金原出版 2005年

5796 脳卒中のリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.2 ４自然科学 金原出版 2001年

5797 介護保険とリハビリテ－ション  リハビリテ－ションmook  no.3 ４自然科学 金原出版 2001年

5798 今日のリハビリテ－ション指針 ４自然科学 伊藤利之　江藤文夫（医学） 医学書院 2013年

5799 在宅褥瘡予防・治療ガイドブック ４自然科学 日本褥瘡学会 照林社 2015年

5800 毛の人類史  ヒストリカル・スタディ－ズ ４自然科学 カ－ト・ステン　藤井美佐子 太田出版 2017年

5801 床ずれケアナビ ４自然科学 日本褥瘡学会　在宅ケア推進協会 中央法規出版 2017年

5802 肌／皮膚、毛髪と化粧品科学  化粧品科学へのいざないシリ－ズ ４自然科学 坂本一民　山下裕司 薬事日報社 2018年

5803 理学療法を活かす褥瘡ケア ４自然科学 杉元雅晴 文光堂 2016年

5804 結節性硬化症の診断と治療最前線 ４自然科学 日本結節性硬化症学会　樋野興夫 診断と治療社 2016年

5805 ジェネラリストのためのこれだけは押さえておきたい皮膚疾患 ４自然科学 安部正敏 医学書院 2016年

5806 在宅で褥瘡に出会ったら  在宅医療の技とこころ ４自然科学 鈴木央 南山堂 2016年

5807 ステロイドと「患者の知」 ４自然科学 牛山美穂 新曜社 2015年

5808 在宅医療の排尿管理と排泄ケア  在宅医療の技とこころ ４自然科学 島﨑亮司　浜田きよ子 南山堂 2018年

5809 エビデンスに基づく骨盤底の理学療法 ４自然科学 野村昌良　鈴木重行 医歯薬出版 2017年

5810 腎臓病食品交換表 ４自然科学 中尾俊之　小沢尚 医歯薬出版 2016年

5811 慢性腎臓病（ＣＫＤ）食事指導のポイント ４自然科学 飯田喜俊　兼平奈々 医歯薬出版 2016年

5812 おかずレパ－トリ－透析・腎移植  食事療法おいしく続けるシリ－ズ ４自然科学 菅野義彦　榎本眞理 女子栄養大学出版部 2018年

5813 腎臓病の満足ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 榎本眞理　菅野義彦 女子栄養大学出版部 2015年

5814 透析・腎移植の安心ごはん  食事療法はじめの一歩シリ－ズ ４自然科学 菅野義彦　榎本眞理 女子栄養大学出版部 2016年

5815 「そらまめ通信」の腎臓病ごはん ４自然科学 腎臓サポ－ト協会 女子栄養大学出版部 2017年

5816 腎臓病の食品成分表 ４自然科学 金澤良枝　女子栄養大学栄養クリニック 女子栄養大学出版部 2017年

5817 腎臓病の食品早わかり ４自然科学 牧野直子 女子栄養大学出版部 2018年

5818 糖尿病腎症の食品交換表 ４自然科学 日本糖尿病学会 文光堂 2016年

5819 ＣＫＤ・透析患者の食事療法と運動療法 ４自然科学 中尾俊之 医薬ジャ－ナル社 2016年

5820 実践！腎臓リハビリテ－ション入門 ４自然科学 上月正博 医歯薬出版 2018年

5821 極論で語る腎臓内科 ４自然科学 今井直彦　香坂俊 丸善出版 2015年

5822 こういうことだったのか！！ＣＨＤＦ ４自然科学 小尾口邦彦 中外医学社 2018年

5823 リハスタッフのための排泄リハビリテ－ション実践アプロ－チ ４自然科学 鈴木重行 メジカルビュ－社 2018年

5824 排尿障害で患者さんが困っていませんか？ ４自然科学 影山慎二 羊土社 2016年

5825 ウィメンズヘルスリハビリテ－ション ４自然科学 ウィメンズヘルス理学療法研究会 メジカルビュ－社 2014年

5826 理学療法士のためのウィメンズ・ヘルス運動療法 ４自然科学 上杉雅之　山本綾子 医歯薬出版 2017年
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5827 お母さんを診よう ４自然科学 中山明子　西村真紀 南山堂 2015年

5828 産後リハにおける腹部・骨盤へのアプロ－チ ４自然科学 田舎中真由美　木野秀郷 丸善出版 2017年

5829 ルポ生殖ビジネス  朝日選書 ４自然科学 日比野由利 朝日新聞出版 2015年

5830 周産期医療と生命倫理入門 ４自然科学 窪田昭男　齋藤滋 メディカ出版 2014年

5831 病院前周産期救急実践テキスト ４自然科学 高橋文成 ぱ－そん書房 2015年

5832 母親のメンタルヘルスサポ－トハンドブック ４自然科学 立花良之 医歯薬出版 2016年

5833 クロスト－クから読み解く周産期メンタルヘルス ４自然科学 岡野禎治　鈴木利人 南山堂 2016年

5834 妊娠・出産・産後をケアする妊婦マッサ－ジ ４自然科学 キャロル・オズボ－ン　形井秀一 医道の日本社 2014年

5835 お産でいちばん大切なこととは何か ４自然科学 ミシェル・オダン　大田康江 メディカ出版 2014年

5836 産み育てと助産の歴史 ４自然科学 白井千晶　岩田重則 医学書院 2016年

5837 基本的聴覚検査マニュアル ４自然科学 服部浩 金芳堂 2010年

5838 口から食べる幸せをサポ－トする包括的スキル ４自然科学 小山珠美 医学書院 2017年

5839 がん研有明病院の口とのどのがん治療に向きあう食事 ４自然科学 比企直樹　佐々木徹 女子栄養大学出版部 2017年

5840 ＰＴ・ＯＴのための嚥下・栄養マネジメント ４自然科学 糸田昌隆　松尾善美 文光堂 2017年

5841 リハビリテ－ション栄養 Ｖｏｌ．２　Ｎｏ．１（２０１８ ４自然科学 日本リハビリテ－ション栄養学会
日本リハビリテ－ション栄
養学会

2018年

5842 摂食・嚥下障害の患者さんと家族のために 第１巻（総合編） ４自然科学 西尾正輝 インテルナ出版 2008年

5843 小児の摂食嚥下障害  日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニング対応 ４自然科学 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会 医歯薬出版 2015年

5844 摂食・嚥下障害患者の栄養  日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニング対応 ４自然科学 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会 医歯薬出版 2015年

5845
摂食嚥下リハビリテ－ションの介入 １ 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニ
ング対応

４自然科学 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会 医歯薬出版 2015年

5846
摂食嚥下リハビリテ－ションの介入 ２ 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニ
ング対応

４自然科学 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会 医歯薬出版 2015年

5847
摂食嚥下リハビリテ－ションの前提  日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニン
グ対応

４自然科学 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会 医歯薬出版 2015年

5848
摂食嚥下リハビリテ－ションの全体像  日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニ
ング対応

４自然科学 医歯薬出版 2016年

5849 摂食嚥下障害の評価  日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会ｅラ－ニング対応 ４自然科学 日本摂食・嚥下リハビリテ－ション学会 医歯薬出版 2016年

5850 ＭＡＳＡ日本語版嚥下障害アセスメントＤＶＤ－ＲＯＭ付 ４自然科学 ジゼル・マン　藤島一郎 医歯薬出版 2014年

5851 疾患別に診る嚥下障害 ４自然科学 片桐伯真　藤島一郎 医歯薬出版 2012年

5852 小児の摂食嚥下リハビリテ－ション ４自然科学 田角勝　向井美恵 医歯薬出版 2014年

5853 摂食・嚥下障害への作業療法アプロ－チ ４自然科学 東嶋美佐子 医歯薬出版 2010年

5854 摂食嚥下リハビリテ－ション ４自然科学 出江紳一　才藤栄一 医歯薬出版 2016年

5855 臨床の口腔生理学に基づく摂食嚥下障害のキュアとケア ４自然科学 舘村卓 医歯薬出版 2017年

5856 嚥下障害の臨床 実践編 ４自然科学 日本嚥下障害臨床研究会　岡田澄子 医歯薬出版 2012年

5857 高齢者の摂食嚥下サポ－ト ４自然科学 若林秀隆 新興医学出版社 2017年

5858 どもる体  シリ－ズ　ケアをひらく ４自然科学 伊藤亜紗 医学書院 2018年

5859 子どもの歯・口・食の問題をめぐる育児支援ガイド ４自然科学 小児科と小児歯科の保健検討委員会 日本小児医事出版社 2017年

5860 歯痛の文化史  朝日選書 ４自然科学 ジェイムズ・ウィンブラント　忠平美幸 朝日新聞出版 2017年

5861 長崎発地域包括ケアとリハビリテ－ション  救急車とリハビリテ－ション ４自然科学 栗原正紀 へるす出版 2019年

5862 栄養食事療法の実習  トレ－ニ－ガイド ４自然科学 本田佳子 医歯薬出版 2016年

5863 医療人の底力実践 ４自然科学
鈴鹿医療科学大学底力教育推進センタ
－

三重大学出版会 2017年

5864 食べ物と健康 ３ サクセス管理栄養士講座 ４自然科学
全国栄養士養成施設協会　日本栄養士
会

第一出版（千代田区） 2019年

5865 人体の構造と機能及び疾病の成り立ち ２ サクセス管理栄養士講座 ４自然科学
全国栄養士養成施設協会　日本栄養士
会

第一出版（千代田区） 2016年

5866 人体の構造と機能及び疾病の成り立ち １ サクセス管理栄養士講座 ４自然科学
全国栄養士養成施設協会　日本栄養士
会

第一出版（千代田区） 2019年

5867 メディカルスタッフのための栄養療法ハンドブック ４自然科学 佐々木雅也 南江堂 2019年

5868 ワクチンで困るケ－スをみんなで話してみました ４自然科学 竹下望　山元佳 南山堂 2014年

5869 よくわかる薬機法全体編 ４自然科学 ド－モ 薬事日報社 2016年

5870 リハ栄養からアプロ－チするサルコペニアバイブル ４自然科学 若林秀隆　葛谷雅文 日本医事新報社 2018年
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5871 基礎から学ぶ医療関連感染対策 ４自然科学 坂本史衣 南江堂 2019年

5872 医療者のための共育コ－チング ４自然科学 奥山美奈　ふじいまさこ 日本看護協会出版会 2019年

5873 学生と考える生命倫理 ４自然科学 金子章道　金内雅夫 ナカニシヤ出版 2018年

5874 デ－タ匿名化手法 ４自然科学 カハレ・エル・エマン　ラック・アルバクル オライリ－・ジャパン 2015年

5875 健康格差社会への処方箋 ４自然科学 近藤克則 医学書院 2017年

5876 健康格差対策の進め方 ４自然科学 近藤尚己 医学書院 2016年

5877 今日から使える特定健診・特定保健指導実践ガイド ４自然科学 今井博久 医学書院 2014年

5878 ノ－・タイム・トゥ・ル－ズ ４自然科学 ピ－タ－・ピオット　宮田一雄 慶応義塾大学出版会 2015年

5879 健康管理概論  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 東あかね　關戸啓子 講談社 2017年

5880 図解入門よくわかる公衆衛生学の基本としくみ  メディカルサイエンスシリ－ズ ４自然科学 上地賢　安藤絵美子 秀和システム 2018年

5881 ヘルスコミュニケ－ション  早稲田大学エウプラクシス叢書 ４自然科学 島崎崇史 早稲田大学出版部 2016年

5882 ヘルスリテラシ－ ４自然科学 福田洋　江口泰正 大修館書店 2016年

5883 社会・環境と健康  サクセス管理栄養士講座 ４自然科学 武山英麿　中谷弥栄子 第一出版（千代田区） 2018年

5884 社会と健康 ４自然科学 川上憲人　橋本英樹 東京大学出版会 2015年

5885 社会を変える健康のサイエンス ４自然科学 東京大学 東京大学出版会 2016年

5886 こんなときどうする？在宅医療と介護  静岡大学人文社会科学部研究叢書 ４自然科学 松田純　青田安史 南山堂 2014年

5887 グロ－バル・ヘルス・ビジネス  埼玉学園大学研究叢書 ４自然科学 一戸真子 日本経済評論社 2018年

5888 健康格差 ４自然科学 マイケル・マ－モット　栗林寛幸 日本評論社 2017年

5889 健康と社会  放送大学教材 ４自然科学 井上洋士　山崎喜比古 放送大学教育振興会 2017年

5890 健康心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ４自然科学 太田信夫　竹中晃二 北大路書房 2017年

5891 在宅医療カレッジ ４自然科学 佐々木淳（在宅医療） 医学書院 2018年

5892 学生のための現代公衆衛生 ４自然科学 野中浩一　苅田香苗 南山堂 2016年

5893 在宅医療をはじめよう！ ４自然科学 永井康徳　永吉裕子 南山堂 2016年

5894 テキスト健康科学 ４自然科学 佐藤祐造　柴田英治 南江堂 2017年

5895 基礎から学ぶ健康管理概論 ４自然科学 柳川洋　尾島俊之 南江堂 2017年

5896 医療マ－ケティングの革新 ４自然科学 恩藏直人　岩下仁 有斐閣 2018年

5897 健康は住まいがつくる ４自然科学 田中正敏 彰国社 2018年

5898 公衆衛生学 ４自然科学 中村信也　後藤政幸 同文書院 2015年

5899 予防理学療法学要論 ４自然科学 医歯薬出版 2017年

5900 理学療法士・作業療法士のためのヘルスプロモ－ション ４自然科学
日本ヘルスプロモ－ション理学療法学
会

南江堂 2014年

5901 健康行動学 ４自然科学 カレン・グランツ　バ－バラ・Ｋ・ライマ－
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

5902 ２１世紀の予防医学・公衆衛生 ４自然科学 町田和彦　岩井秀明 杏林書院 2016年

5903 環境と健康 ４自然科学 田中正敏（公衆衛生学）　能川浩二 杏林書院 2009年

5904 国際保健医療学 ４自然科学 日本国際保健医療学会 杏林書院 2013年

5905 在日外国人の健康支援と医療通訳 ４自然科学 李節子 杏林書院 2018年

5906 シンプル衛生公衆衛生学 ２０１８ ４自然科学 鈴木庄亮　小山洋 南江堂 2018年

5907 学生のための健康管理学 ４自然科学 木村康一　熊沢幸子 南山堂 2012年

5908 公衆衛生学  食物・栄養科学シリ－ズ ４自然科学 武田真太郎　宮下和久 培風館 2010年

5909 これからの健康とスポ－ツの科学 ４自然科学 安部孝　琉子友男 講談社 2015年

5910 これからの健康科学 ４自然科学 森下玲児 金芳堂 2018年

5911 臨床医のための疾病と自動車運転 ４自然科学 一杉正仁　武原格 三輪書店 2018年

5912 在宅医療臨床入門  在宅医療の技とこころ ４自然科学 和田忠志 南山堂 2018年

5913 訪問診療の診かた、考えかた ４自然科学 大久保光夫 中外医学社 2018年

5914 在宅復帰支援 ４自然科学 和田忠志 南山堂 2018年
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5915 公衆衛生実践キ－ワ－ド ４自然科学 鳩野洋子　島田美喜 医学書院 2014年

5916 世界の人びとに健康を行き渡らせるために ４自然科学 ノ－マン・サ－トリウス　融祐子 日本評論社 2014年

5917 保健医療分野におけるＢＩ入門 ４自然科学 藤野善久　高沢直人 診断と治療社 2012年

5918 みんなの検索が医療を変える ４自然科学 イラド・ヨム・トフ　石川善樹 ＮＴＴ出版 2017年

5919 医療で「稼ぐ」のは悪いことなのか？ ４自然科学 真野俊樹 薬事日報社 2018年

5920 ライフスキルのための健康科学 ４自然科学 成和子　宮本慶子 建帛社 2015年

5921 食と健康の科学 ４自然科学 稲山貴代　大森玲子 建帛社 2017年

5922 生を治める術としての近代医療  いま読む！名著 ４自然科学 美馬達哉 現代書館 2015年

5923 保健福祉学 ４自然科学 日本保健福祉学会 北大路書房 2015年

5924 ライフコ－スの健康心理学 ４自然科学 森和代　石川利江 晃洋書房 2017年

5925 ＳＡＳ　Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ　Ｇｕｉｄｅ 保健・看護統計編 ４自然科学 高柳良太　ＳＡＳ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　Ｊａｐａｎ株 オ－ム社 2016年

5926 わかる統計学 ４自然科学 松村康弘　浅川雅美 化学同人 2015年

5927 保健統計・疫学 ４自然科学 福富和夫　橋本修二 南山堂 2018年

5928 保健統計学テキスト ４自然科学 遠藤和男 考古堂書店 2010年

5929 やさしい保健統計学 ４自然科学 縣俊彦 南江堂 2012年

5930 地域医療と暮らしのゆくえ ４自然科学 高山義浩 医学書院 2016年

5931 健康長寿社会を実現する ４自然科学 辻一郎 大修館書店 2015年

5932 地図でみる日本の健康・医療・福祉 ４自然科学 宮澤仁　稲田七海 明石書店 2017年

5933 スマホで始まる未来の医療 ４自然科学 東京慈恵会医科大学 日経ＢＰ社 2016年

5934 鉄腕アトムのような医師 ４自然科学 高尾洋之 日経ＢＰ社 2017年

5935 いま地域医療で何が起きているのか ４自然科学 横山壽一　池尾正 旬報社 2018年

5936 良医が語る医療現場のいま ４自然科学 日本の医療を研究する会 求龍堂 2018年

5937 地域保健の原点を探る ４自然科学 中村安秀 杏林書院 2018年

5938 国民衛生の動向　2018／2019 厚生の指標臨時増刊 ４自然科学 厚生統計協会  編 厚生統計協会 2018年

5939 地域の医療はどう変わるか ４自然科学 フィリップ・モッセ　原山哲 藤原書店 2019年

5940 「治し支える医療」へ向けて、医学と社会の大転換を ４自然科学 第３０回日本老年学会総会 ライフ・サイエンス 2018年

5941 「多職種相互乗り入れ型」のチ－ム医療  へるす出版新書 ４自然科学 地域の包括的な医療に関する研究会 へるす出版事業部 2012年

5942 『厚生（労働）白書』を読む  新・ＭＩＮＥＲＶＡ福祉ライブラリ－ ４自然科学 田多英範 ミネルヴァ書房 2018年

5943 健康づくり政策への多角的アプロ－チ  竜谷大学社会科学研究所叢書 ４自然科学 河合美香 ミネルヴァ書房 2015年

5944 “見える化”医療経済学入門 ４自然科学 川淵孝一 医歯薬出版 2014年

5945 医療経済学講義 ４自然科学 橋本英樹　泉田信行 東京大学出版会 2016年

5946 医療の経済学 ４自然科学 河口洋行 日本評論社 2015年

5947 厚生労働白書　平成29年度版 ４自然科学 厚生労働省 編 ぎょうせい

5948 なぜエラ－が医療事故を減らすのか ４自然科学 ロ－ラン・ドゴ－ス　入江芙美 ＮＴＴ出版 2015年

5949 ストレス要因別「防げたはず」のエラ－が起こる瞬間  医療安全ＢＯＯＫＳ ４自然科学 坂本すが　武藤正樹 メディカ出版 2015年

5950 医療を管理する安全を測る  医療安全ＢＯＯＫＳ ４自然科学 長谷川友紀　藤田茂（医学） メディカ出版 2014年

5951 トラブルに巻き込まれないための医事法の知識 ４自然科学 福永篤志　稲葉一人 医学書院 2014年

5952 医療におけるヒュ－マンエラ－ ４自然科学 河野龍太郎 医学書院 2014年

5953 医療法学入門 ４自然科学 大磯義一郎　大滝恭弘 医学書院 2016年

5954 大学病院の奈落 ４自然科学 高梨ゆき子 講談社 2017年

5955 医事法講義 ４自然科学 米村滋人 日本評論社 2016年

5956 医事法入門  有斐閣アルマ ４自然科学 手嶋豊 有斐閣 2018年

5957 院内医療事故調査の指針 ４自然科学
飯田修平　「医療事故発生後の院内調
査の在り方と方法

メディカ出版 2015年

5958 院内事故調査実践マニュアル ４自然科学 生存科学研究所　中島勧 医歯薬出版 2015年
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5959 医事法学入門 ４自然科学 姫嶋瑞穂 成文堂 2019年

5960 医療ミスを防ぐ技術 ４自然科学 ケビン・バラクラフ　竹本毅 日経ＢＰ社 2017年

5961 賢者の規範「医療事故調査制度」  へるす出版新書 ４自然科学 有賀徹（救急医学）　水谷渉 へるす出版 2016年

5962 医療安全管理実務者標準テキスト ４自然科学 日本臨床医学リスクマネジメント学会 へるす出版 2016年

5963 医療事故調運用ガイドライン ４自然科学 日本医療法人協会 へるす出版 2015年

5964 医療訴訟のここがポイント ４自然科学 日経メディカル編集部 日経ＢＰ社 2015年

5965 看護法令要覧　平成31年度版 ４自然科学 門脇豊子 日本看護協会出版会 2019年

5966 医療六法  平成31年版 ４自然科学 医療六法編集委員会  編 中央法規出版

5967 医療政策六法 ４自然科学 中央法規出版 2019年

5968 知っておきたい診療所の安全管理対策 ４自然科学 大阪府保険医協会 プリメド社 2011年

5969 動き出す医療事故調査制度 ４自然科学 比較法研究センタ－ ＳＣＩＣＵＳ 2015年

5970 医療政策集中講義 ４自然科学 東京大学 医学書院 2015年

5971 日本の医療 ４自然科学 岩渕豊 中央法規出版 2015年

5972 日本の医療と介護 ４自然科学 池上直己 日本経済新聞出版社 2017年

5973 地域包括ケアと福祉改革 ４自然科学 二木立 勁草書房 2017年

5974 医師の感情 ４自然科学 ダニエル・オ－フリ　堀内志奈 医学書院 2016年

5975 医学生・若手医師のための誰も教えてくれなかったおカネの話 ４自然科学 Ｄｒ．Ｋ 金芳堂 2019年

5976 医師・医学部のウラとオモテ ４自然科学 中村正志 朝日新聞出版 2015年

5977 在宅薬剤管理入門  在宅医療の技とこころ ４自然科学 大澤光司　宇田和夫 南山堂 2014年

5978 ファ－マシュ－ティカルケアのための医療コミュニケ－ション ４自然科学 後藤恵子　井手口直子 南山堂 2014年

5979 管理栄養士・栄養士の教育 ４自然科学 日本管理栄養士・栄養士の夢 建帛社 2015年

5980 ＯＴ臨床問題テク・ナビ・ガイド ４自然科学 岡田岳　會田玉美 メジカルビュ－社 2011年

5981 作業療法士イエロ－・ノ－ト ４自然科学 澤俊二 メジカルビュ－社 2013年

5982 作業療法士ポケット・レビュ－帳 専門編 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2008年

5983 作業で結ぶマネジメント ４自然科学 澤田辰徳 医学書院 2016年

5984 作業療法士プロフェッショナル・ガイド ４自然科学 杉原素子　古川宏 文光堂 2013年

5985 会話例とワ－クで学ぶ理学療法コミュニケ－ション論 ４自然科学 三宅わか子　松本泉（理学療法） 医歯薬出版 2018年

5986 医師のためのノンテク仕事術  Ｇノ－ト別冊 ４自然科学 前野哲博 羊土社 2016年

5987 医療接遇ワ－クブック ４自然科学 山下郁子 プリメド社 2014年

5988 医療スタッフのためのマナ－なるほどブック ４自然科学 富野康日己 中外医学社 2018年

5989 迷走する外国人看護・介護人材の受け入れ ４自然科学 布尾勝一郎 ひつじ書房 2016年

5990 医療関係者のためのトラブル対応術 ４自然科学 京極真 誠信書房 2014年

5991 いのちと向き合うあなたへ　セルフケアできていますか？ ４自然科学 髙宮有介　土屋静馬 南山堂 2018年

5992 作業療法士グリ－ン・ノ－ト 専門編 ４自然科学 長崎重信 メジカルビュ－社 2008年

5993 ガマンしない、させない！院内暴力対策「これだけは」  医療安全ＢＯＯＫＳ ４自然科学 日本医療マネジメント学会　坂本すが メディカ出版 2017年

5994 医療・介護における個人情報保護Ｑ＆Ａ ４自然科学 飯田修平　宮沢潤 じほう 2017年

5995 病院早わかり読本 ４自然科学 飯田修平 医学書院 2017年

5996 「知らなかった」はもう許されない個人情報保護法○と× ４自然科学 外岡潤 メディカ出版 2017年

5997 医療管理 ４自然科学 池上直己 医学書院 2018年

5998 地域病院ポ－トフォリオ  ＤＰＣデ－タブックス ４自然科学 石川光一　伏見清秀 じほう 2013年

5999 「医療の質」を測り改善する ２０１８ ４自然科学 福井次矢　聖路加国際病院ＱＩ委員会 インタ－メディカ 2018年

6000 医療・介護の現場を変えるマネジメント・バイブル ４自然科学 萩原正英 じほう 2018年

6001 院内ビッグデ－タ分析による病院機能高度化 ４自然科学 伏見清秀 じほう 2016年

6002 必携医療法人会計基準 ４自然科学 五十嵐邦彦 じほう 2016年
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6003 病院のための経営分析入門 ４自然科学 石井孝宜　西田大介 じほう 2016年

6004 医療現場で働く管理職１年目の教科書 ４自然科学 小西竜太
メディカル・サイエンス・イ
ンタ－ナショナル

2018年

6005 基礎から学ぶクリニカルパス実践テキスト ４自然科学 日本クリニカルパス学会 医学書院 2012年

6006 実践病院原価計算 ４自然科学 渡辺明良　清水吉則 医学書院 2014年

6007 超・開業力 ４自然科学 新城拓也 金原出版 2017年

6008 次世代医療経営 ４自然科学 徳永信　安田憲生 税務経理協会 2016年

6009 医療現場のプロジェクトマネジメント  碩学舎ビジネス双書 ４自然科学 猶本良夫　永池京子 碩学舎 2014年

6010 福祉・介護職のための病院・医療のしくみまるわかりブック ４自然科学 利根川恵子　杉山孝博 中央法規出版 2015年

6011 医療機関のホスピタリティ・マネジメント ４自然科学 榊原陽子 中外医学社 2016年

6012 経営学を学んでいないドクタ－のためのクリニック成功マニュアル ４自然科学 梅岡比俊 中外医学社 2016年

6013 病院情報システムの利用者心得解説書 ４自然科学 日本医療情報学会 南江堂 2014年

6014 医療経営におけるホスピタリティ価値 ４自然科学 吉原敬典 白桃書房 2016年

6015 医師事務作業補助者研修テキスト ４自然科学 中村雅彦（医師） 永井書店 2016年

6016 好感度ｕｐのための接遇講座 ４自然科学 高橋啓子 プリメド社 2009年

6017 続・患者トラブルを解決する「技術」 ４自然科学 尾内康彦 日経ＢＰ社 2018年

6018 院長先生＆スタッフのための院内ミ－ティングレシピ集 ４自然科学 鈴木竹仁 プリメド社 2013年

6019 健康・スポ－ツ科学における運動処方としての水泳・水中運動 ４自然科学 佐藤進　池本幸雄 杏林書院 2016年

6020 活力年齢－若返りのヒ・ミ・ツ－ ４自然科学 田中喜代次 コンパス出版局 2011年

6021 セルフメディケ－ションのすすめ ４自然科学 村田正弘 北樹出版 2018年

6022 はじめてのマインドフルネス ４自然科学 クリストフ・アンドレ　坂田雪子 紀伊國屋書店 2015年

6023 マインドフルネス入門講義 ４自然科学 大谷彰 金剛出版 2014年

6024 マインドフルネス ４自然科学 日本評論社 2016年

6025 マインドフルネスのすべて ４自然科学
ス－ザン・Ｌ．スモ－リ－　ダイアナ・ウィ
ンストン

丸善出版 2016年

6026 枕と寝具の科学  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 久保田博南　五日市哲雄 日刊工業新聞社 2017年

6027 快適な眠りのための睡眠習慣セルフチェックノ－ト ４自然科学 林光緒　宮崎総一郎 全日本病院出版会 2015年

6028 進化するマインドフルネス ４自然科学 飯塚まり 創元社 2018年

6029 健康と環境の科学 ４自然科学 川添禎浩　有薗幸司 講談社 2014年

6030 「おいしさ」の錯覚 ４自然科学 チャ－ルズ・スペンス　長谷川圭 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2018年

6031
栄養士・管理栄養士のためのなぜ？どうして？ １ 看護・栄養・医療事務・介護他医療
関係者のなぜ？どうして？シリーズ

４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2018年

6032
栄養士・管理栄養士のためのなぜ？どうして？ ２ 看護・栄養・医療事務・介護他医療
関係者のなぜ？どうして？シリーズ

４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2018年

6033
栄養士・管理栄養士のためのなぜ？どうして？ ３ 看護・栄養・医療事務・介護他医療
関係者のなぜ？どうして？シリーズ

４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2018年

6034
栄養士・管理栄養士のためのなぜ？どうして？ ６ 看護・栄養・医療事務・介護他医療
関係者のなぜ？どうして？シリーズ

４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2018年

6035 食べる  生命の教養学 ４自然科学 赤江雄一 慶応義塾大学出版会 2017年

6036 ピュイゼ子どものための味覚教育 食育入門編 ４自然科学 石井克枝　ジャック・ピュイゼ 講談社 2016年

6037 なにをどれだけ食べたらいいの？ ４自然科学 香川芳子 女子栄養大学出版部 2016年

6038 知っておきたい食生活支援のコツとポイント ４自然科学 野々村瑞穂　橋本通子 第一出版（千代田区） 2014年

6039 食事調査マニュアル ４自然科学 伊達ちぐさ　徳留裕子 南山堂 2016年

6040 塩と砂糖と食品保存の科学  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 食品保存と生活研究会 日刊工業新聞社 2014年

6041 日本食品成分表七訂アミノ酸・脂肪酸・炭水化物編 ４自然科学 医歯薬出版株式会社 医歯薬出版 2016年

6042 イラストでわかる！特定保健用食品と医薬品 ４自然科学 藤本浩毅　篠塚和正 文光堂 2016年

6043 食育の場をどうデザインするか ４自然科学 平本福子 女子栄養大学出版部 2019年

6044 ダイエットをめぐる生物学 ４自然科学 斎藤徹 アドスリ－ 2016年

6045 食べ物と健康 １ 〈はじめて学ぶ〉健康・栄養系教科書シリ－ズ ４自然科学 化学同人 2016年

6046 食生活論 ４自然科学 岡﨑光子（栄養教育学） 光生館 2015年
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6047 食育入門 ４自然科学 垣原登志子　上田博史 共立出版 2014年

6048 栄養と健康 ４自然科学 日本フ－ドスペシャリスト協会 建帛社 2015年

6049 食生活 ４自然科学 市川朝子　下坂智惠 八千代出版 2015年

6050 食物学 １ ４自然科学 日本フ－ドスペシャリスト協会 建帛社 2017年

6051 食物学 ２ ４自然科学 日本フ－ドスペシャリスト協会 建帛社 2017年

6052 食品表示法ガイドブック ４自然科学 森田満樹 ぎょうせい 2016年

6053 栄養指導にすぐ活かせるイラスト機能性成分入門 ４自然科学 川崎英二 メディカ出版 2017年

6054 標準食品学各論［食品学］ ２ ４自然科学 澤野勉 医歯薬出版 2018年

6055 カ－ボカウントでよくわかる炭水化物量ハンドブック ４自然科学 小澤幸彦　井上美希 技術評論社 2016年

6056 食品学各論  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 小西洋太郎　辻英明 講談社 2016年

6057 食品学総論  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 辻英明　海老原清 講談社 2016年

6058 毎日の食事のカロリ－ガイド  女子栄養大学Ｂｏｏｋｓ ４自然科学 香川明夫 女子栄養大学出版部 2018年

6059 はじめての食品成分表 ４自然科学 女子栄養大学栄養クリニック　香川明夫 女子栄養大学出版部 2016年

6060 外食・コンビニ・惣菜のカロリ－ガイド ４自然科学 香川明夫 女子栄養大学出版部 2017年

6061 消費者と「食」にかかわる人のための新しい食品表示がわかる本 ４自然科学 森田満樹 女子栄養大学出版部 2016年

6062 食品８０キロカロリ－成分表 ４自然科学 川端輝江　香川芳子 女子栄養大学出版部 2016年

6063 食品の栄養とカロリ－事典 ４自然科学 五明紀春　奥嶋佐知子 女子栄養大学出版部 2017年

6064 調理のためのベ－シックデ－タ ４自然科学 女子栄養大学出版部 2018年

6065 新ビジュアル食品成分表 ４自然科学 新しい食生活を考える会 大修館書店 2016年

6066 食べ物と健康 ４ Ｖｉｓｕａｌ栄養学テキスト ４自然科学 津田謹輔　伏木亨 中山書店 2018年

6067 食べ物と健康 ３ Ｖｉｓｕａｌ栄養学テキスト ４自然科学 岸本満　津田謹輔 中山書店 2019年

6068 魚介の科学  食物と健康の科学シリ－ズ ４自然科学 阿部宏喜 朝倉書店 2015年

6069 食物科学概論  生活環境学ライブラリ－ ４自然科学 的場輝佳 朝倉書店 2014年

6070 トコトンやさしい食品添加物の本  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 仲村健弘 日刊工業新聞社 2015年

6071 機能性野菜の科学  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 佐竹元吉 日刊工業新聞社 2016年

6072 「健康食品」のことがよくわかる本 ４自然科学 日本評論社 2016年

6073 食品学 ２ 栄養科学イラストレイテッド ４自然科学 栢野新市 羊土社 2016年

6074 食品学 １ ４自然科学 羊土社 2015年

6075 食事管理のための日常食品成分表 ４自然科学 出浦照国　吉村吾志夫 医歯薬出版 2017年

6076 サ－ビングサイズ栄養素量１００ ４自然科学 小山祐子　上田博子 第一出版（千代田区） 2017年

6077 食品機能学 ４自然科学 寺尾純二　山西倫太郎 光生館 2016年

6078 食品機能学  Ｎブックス ４自然科学 青柳康夫　有田政信 建帛社 2016年

6079 最新食品学 ４自然科学 甲斐達男　石川洋哉 講談社 2016年

6080 色の野菜の栄養事典 ４自然科学 吉田企世子 エクスナレッジ 2017年

6081 図解食卓の薬効事典  健康双書 ４自然科学 池上文雄 農山漁村文化協会 2017年

6082 食卓の生化学 ４自然科学 三浦義彰　小野直美 医歯薬出版 2017年

6083 食品分析学 ４自然科学 松井利郎　松本清 培風館 2015年

6084 激安食品の落とし穴 ４自然科学 山本謙治 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6085 食品衛生学  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 植木幸英　野村秀一 講談社 2016年

6086 実践に役立つ！食品衛生管理入門 ４自然科学 藤川浩　井上富士男 講談社 2014年

6087 図解食品衛生学 ４自然科学 一戸正勝　西島基弘 講談社 2016年

6088 食品・環境の衛生検査  スタンダ－ド人間栄養学 ４自然科学 桑原祥浩　上田成子 朝倉書店 2014年

6089 食品の安全性  スタンダ－ド人間栄養学 ４自然科学 上田成子　桑原祥浩 朝倉書店 2018年

6090 食べ物と健康　食品の安全  健康・栄養科学シリ－ズ ４自然科学 医薬基盤・健康・栄養研究所　有薗幸司 南江堂 2018年
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6091 食安全性学  放送大学教材 ４自然科学 小城勝相　一色賢司 放送大学教育振興会 2014年

6092 食品衛生学 ４自然科学 田崎達明 羊土社 2017年

6093 リスクと共存する社会 ４自然科学 渡辺悦生　大熊廣一 養賢堂 2017年

6094 加工食品には秘密がある ４自然科学 メラニ－・ウォ－ナ－　楡井浩一 草思社 2014年

6095 食品衛生学  〈はじめて学ぶ〉健康・栄養系教科書シリ－ズ ４自然科学 西瀬弘　桧垣俊介 化学同人 2017年

6096 食品の安全性 ４自然科学 日本フ－ドスペシャリスト協会 建帛社 2018年

6097 新食品衛生学  食物と栄養学基礎シリ－ズ ４自然科学 石綿肇　西宗高弘 学文社 2014年

6098 栄養学の基本  運動・からだ図解 ４自然科学 渡邊昌 マイナビ出版 2016年

6099 エビデンスにもとづく病態別栄養管理 ４自然科学 井上善文 メディカ出版 2014年

6100 実践栄養カウンセリング ４自然科学 久保克彦 メディカ出版 2014年

6101 栄養学実践用語集  管理栄養士養成課程におけるモデルコアカリキュラム準拠 ４自然科学 木戸康博　日本栄養改善学会 医歯薬出版 2014年

6102 ライフステ－ジ実習栄養学 ４自然科学 内田和宏　大石明子 医歯薬出版 2017年

6103 応用栄養学  〈はじめて学ぶ〉健康・栄養系教科書シリ－ズ ４自然科学 奥田あかり　上山恵子 化学同人 2015年

6104 基礎栄養学  〈はじめて学ぶ〉健康・栄養系教科書シリ－ズ ４自然科学 杉山英子　小長谷紀子 化学同人 2016年

6105 からだによいオイル ４自然科学 井上浩義 慶応義塾大学出版会 2016年

6106 栄養教育論  栄養科学シリ－ズＮＥＸＴ ４自然科学 笠原賀子　斎藤トシ子 講談社 2018年

6107 応用栄養学  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 木戸康博　小倉嘉夫 講談社 2016年

6108 基礎栄養学  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 木戸康博　桑波田雅士 講談社 2015年

6109 公衆栄養学  栄養科学シリ－ズＮＥＸＴ ４自然科学 酒井徹　郡俊之 講談社 2019年

6110 新・栄養学総論  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 友竹浩之　桑波田雅士 講談社 2016年

6111 好きになる栄養学  好きになるシリ－ズ ４自然科学 麻見直美　塚原典子 講談社 2015年

6112 家庭のおかずのカロリ－ガイド  女子栄養大学Ｂｏｏｋｓ ４自然科学 香川明夫 女子栄養大学出版部 2019年

6113 エネルギ－早わかり ４自然科学 女子栄養大学出版部 女子栄養大学出版部 2017年

6114 栄養素の通になる ４自然科学 上西一弘 女子栄養大学出版部 2016年

6115 気になる脂質早わかり ４自然科学 川端輝江 女子栄養大学出版部 2018年

6116 糖質早わかり ４自然科学 女子栄養大学出版部　牧野直子 女子栄養大学出版部 2016年

6117 日本人の食事摂取基準 ２０１５年版 ４自然科学 菱田明　佐々木敏 第一出版（千代田区） 2014年

6118 日本人の食事摂取基準（２０１５年版）の実践・運用 ４自然科学 食事摂取基準の実践・運用を考える会 第一出版（千代田区） 2016年

6119 油脂の科学  食物と健康の科学シリ－ズ ４自然科学 戸谷洋一郎　原節子 朝倉書店 2015年

6120 トコトンやさしいアミノ酸の本  Ｂ＆Ｔブックス ４自然科学 味の素株式会社 日刊工業新聞社 2017年

6121 食と健康  放送大学教材 ４自然科学 吉村悦郎　佐藤隆一郎 放送大学教育振興会 2018年

6122 栄養と遺伝子のはなし ４自然科学 佐久間慶子　福島亜紀子 技報堂出版 2014年

6123 わかりやすい栄養学 ４自然科学 中村美知子　長谷川恭子（栄養生化学） ヌ－ヴェルヒロカワ 2015年

6124 エッセンシャル栄養教育論 ４自然科学 春木敏 医歯薬出版 2014年

6125 新版ヘルス２１栄養教育・栄養指導論 ４自然科学 辻とみ子　堀田千津子 医歯薬出版 2017年

6126 コンパクト栄養学 ４自然科学 脊山洋右　廣野治子 南江堂 2017年

6127 基礎栄養学 ４自然科学 飯塚美和子　奥野和子 南山堂 2015年

6128 健康と医療福祉のための栄養学 ４自然科学 渡邉早苗（栄養学）　寺本房子 医歯薬出版 2018年

6129 ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのためのリハビリテ－ション栄養 ４自然科学 若林秀隆 医歯薬出版 2015年

6130 リハビリテ－ション栄養 Ｖｏｌ．２　Ｎｏ．２（２０１８ ４自然科学 日本リハビリテ－ション栄養学会
日本リハビリテ－ション栄
養学会

2018年

6131 リハビリテ－ション栄養 Ｖｏｌ．１　Ｎｏ．１（２０１７ ４自然科学 日本リハビリテ－ション栄養学会
日本リハビリテ－ション栄
養学会

2017年

6132 ライフステ－ジ栄養学実習書 ４自然科学 堀江祥允　江上いすず 光生館 2015年

6133 栄養代謝学 ４自然科学 金行孝雄 理工図書 2016年

6134 栄養カウンセリング論 ４自然科学 赤松利恵　永井成美 化学同人 2015年
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6135 臨地・校外実習 ４自然科学 加藤昌彦（食生活学）　續順子 建帛社 2016年

6136 栄養指導論  エスカベ－シック ４自然科学 古畑公　田中弘之 同文書院 2018年

6137 栄養とエピジェネティクス ４自然科学 小川佳宏　ネスレ栄養科学会議 建帛社 2012年

6138 栄養教育論演習 ４自然科学 岡﨑光子（栄養教育学）　饗場直美 建帛社 2015年

6139 健康づくりの栄養学 ４自然科学 小林修平　蕪木智子 建帛社 2014年

6140 栄養教育論  食物と栄養学基礎シリ－ズ ４自然科学 吉田勉（栄養学）　土江節子 学文社 2018年

6141 健康栄養学 ４自然科学 小田裕昭　加藤久典 共立出版 2014年

6142 旬の野菜の栄養事典 ４自然科学 吉田企世子 エクスナレッジ 2016年

6143 女子栄養大学の誰も教えてくれない発酵食のすべて ４自然科学 五明紀春　古川知子 エクスナレッジ 2018年

6144 栄養素ぷらすまいなす調整レシピ３００ ４自然科学 田村佳奈美 メディカ出版 2016年

6145 臨床栄養ディクショナリ－ ４自然科学 山本みどり　佐々木公子（管理栄養士） メディカ出版 2014年

6146 リハビリテ－ションに役立つ栄養学の基礎 ４自然科学 栢下淳　若林秀隆 医歯薬出版 2018年

6147 実践リハビリテ－ション栄養 ４自然科学
若林秀隆　日本リハビリテ－ション栄養
研究会

医歯薬出版 2014年

6148 臨床調理 ４自然科学 玉川和子　口羽章子 医歯薬出版 2016年

6149 栄養管理ビジュアルガイド ４自然科学 小西敏郎　森本修三 学研メディカル秀潤社 2018年

6150 いつものおかずで塩分一日６ｇ献立 ４自然科学 小川聖子　斉藤君江 女子栄養大学出版部 2018年

6151 認定ＮＳＴガイドブック ２０１７ ４自然科学 日本病態栄養学会 南江堂 2017年

6152 在宅栄養管理  在宅医療の技とこころ ４自然科学 小野沢滋 南山堂 2016年

6153 栄養管理・食事指導エキスパ－トガイド ４自然科学 稲垣暢也　長嶋一昭 南山堂 2015年

6154 事例・症例に学ぶ栄養管理 ４自然科学 中村丁次　板倉弘重 南山堂 2014年

6155 モヤモヤ解消！栄養療法にもっと強くなる ４自然科学 清水健一郎 羊土社 2014年

6156 臨床栄養学 基礎編 ４自然科学 本田佳子　土江節子 羊土社 2016年

6157 臨床栄養学 疾患別編 ４自然科学 本田佳子　土江節子 羊土社 2016年

6158 在宅リハビリテ－ション栄養 ４自然科学
若林秀隆　日本リハビリテ－ション栄養
研究会

医歯薬出版 2015年

6159 リハビリテ－ション栄養ポケットマニュアル ４自然科学 日本リハビリテ－ション栄養学会 医歯薬出版 2018年

6160 ＮＳＴのための疾患診断・治療と臨床検査の基礎知識 ４自然科学 田中明　加藤昌彦（食生活学） 建帛社 2014年

6161 在宅、施設、病院で応用できる栄養ケアプロセス ４自然科学 石長孝二郎　片桐義範 建帛社 2018年

6162 食事摂取基準による栄養管理・給食管理 ４自然科学 由田克士　石田裕美 建帛社 2015年

6163 すべての診療科で役立つ栄養学と食事・栄養療法 ４自然科学 曽根博仁 羊土社 2019年

6164 リハビリテ－ション栄養ケ－ススタディ ４自然科学 若林秀隆 医歯薬出版 2011年

6165 リハビリテ－ション栄養Ｑ＆Ａ ４自然科学 若林秀隆 中外医学社 2013年

6166 理学療法実践レクチャ－栄養・嚥下理学療法 ４自然科学 吉田剛（理学療法）　山田実（老年学） 医歯薬出版 2018年

6167 日本版重症患者の栄養療法ガイドライン ４自然科学
日本集中治療医学会重症患者の栄養
管理ガイ　小谷穣治

真興交易医書出版部 2018年

6168 エッセンシャル臨床栄養学 ４自然科学 佐藤和人　本間健 医歯薬出版 2016年

6169 臨床栄養学 ４自然科学 鈴木純子　熊谷聡美 同文書院 2014年

6170 ＭＮＡ在宅栄養ケア ４自然科学 葛谷雅文　酒元誠治 医歯薬出版 2015年

6171 臨床栄養学概論 ４自然科学 渡邉早苗　本間和宏 建帛社 2018年

6172 高齢者を低栄養にしない２０のアプロ－チ ４自然科学 吉田貞夫 メディカ出版 2017年

6173
給食経営管理論実習  管理栄養士養成課程におけるモデルコアカリキュラム２０１５準
拠

４自然科学 冨田教代　神田知子 医歯薬出版 2016年

6174 給食施設のための献立作成マニュアル ４自然科学 冨田教代 医歯薬出版 2016年

6175 献立作成の基本と実践  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ４自然科学 藤原政嘉　河原和枝 講談社 2014年

6176 在宅高齢者食事ケアガイド ４自然科学 在宅チ－ム医療栄養管理研究会 第一出版（千代田区） 2014年

6177 給食の運営管理論  エスカベ－シック ４自然科学 芦川修貮　伊澤正利 同文書院 2018年

6178 感染症疫学ハンドブック ４自然科学 吉田眞紀子　堀成美 医学書院 2015年
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6179 滅菌・消毒・洗浄ハンドブック ４自然科学 ＩＣＨＧ研究会 医歯薬出版 2018年

6180 ウイルス大感染時代 ４自然科学 ＮＨＫスペシャル取材班　緑慎也 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2017年

6181 続・人類と感染症の歴史 ４自然科学 加藤茂孝 丸善出版 2018年

6182 ハンセン病の社会史 ４自然科学 田中等 彩流社 2017年

6183 ＣＤＣガイドラインの使い方感染対策 ４自然科学 矢野邦夫 メディカ出版 2019年

6184 はじめて学ぶやさしい疫学 ４自然科学 日本疫学会　磯博康 南江堂 2018年

6185 ＥＢＭのための臨床疫学 ４自然科学 縣俊彦 中外医学社 2017年

6186 楽しく学べる！看護学生のための疫学・保健統計 ４自然科学 浅野嘉延 南山堂 2018年

6187 身体活動・座位行動の科学 ４自然科学 熊谷秋三　田中茂穂 杏林書院 2016年

6188 ＩＣＵ感染制御を究める ４自然科学 志馬伸朗 南江堂 2017年

6189 招かれない虫たちの話 ４自然科学 日本昆虫科学連合 東海大学出版部 2017年

6190 妊娠中から始めるメンタルヘルスケア ４自然科学 吉田敬子　山下洋 日本評論社 2017年

6191 なぜ起こる乳幼児の致命的な事故 ４自然科学 稲坂惠　反町吉秀 学建書院 2013年

6192 これならわかる！子どもの保健演習ノ－ト ４自然科学 小林美由紀　榊原洋一 診断と治療社 2016年

6193 子どもの保健 ４自然科学 巷野悟郎 診断と治療社 2018年

6194 子どもの保健テキスト ４自然科学 小林美由紀 診断と治療社 2018年

6195 子どもの保健 ４自然科学 渡辺博 中山書店 2017年

6196 子どもの保健と支援 ４自然科学 平山宗宏 日本小児医事出版社 2017年

6197 子どもの保健 ２ ４自然科学 白野幸子 医歯薬出版 2017年

6198 乳幼児健診マニュアル ４自然科学 福岡地区小児科医会 医学書院 2015年

6199 乳幼児健診ハンドブック ４自然科学 平岩幹男 診断と治療社 2015年

6200 産業心理臨床実践  心の専門家養成講座 ４自然科学 金井篤子 ナカニシヤ出版 2016年

6201 メンタル不調者のための復職・セルフケアガイドブック ４自然科学 櫻澤博文 金剛出版 2016年

6202 復職支援ハンドブック ４自然科学 中村美奈子 金剛出版 2017年

6203 職場のポジティブメンタルヘルス ４自然科学 島津明人 誠信書房 2015年

6204 職場のポジティブメンタルヘルス ２ ４自然科学 島津明人 誠信書房 2017年

6205 基礎からはじめる職場のメンタルヘルス ４自然科学 川上憲人 大修館書店 2017年

6206 ストレスチェック時代の職場の「新型うつ」対策 ４自然科学 下山晴彦　中野美奈 ミネルヴァ書房 2018年

6207 健康・安全で働き甲斐のある職場をつくる ４自然科学 岸玲子　森岡孝二 ミネルヴァ書房 2016年

6208 メンタルヘルス実践ワ－ク ４自然科学 畔柳修 金子書房 2016年

6209 職場のメンタルヘルス１００のレシピ ４自然科学 大西守　廣尚典 金子書房 2017年

6210 ストレスチェック時代のメンタルヘルス ４自然科学 天笠崇 新日本出版社 2016年

6211 健康いきいき職場づくり ４自然科学
健康いきいき職場づくりフォ－ラム　川
上憲人

生産性出版 2014年

6212 ポジティブメンタルヘルス ４自然科学 川上憲人　小林由佳 培風館 2015年

6213 職場のメンタルヘルスケアと実践 ４自然科学
中村好男（スポ－ツ科学）　タニカワ久
美子

講談社 2018年

6214 失敗しない！動機づけ面接 ４自然科学 磯村毅 南山堂 2019年

6215 復職ガイダンス活用ハンドブック ４自然科学 日本産業衛生学会関東地方会 篠原出版新社 2018年

6216 産業医・労働安全衛生担当者のためのストレスチェック制度対策まるわかり ４自然科学 武神健之　新井孝典 中外医学社 2015年

6217 メンタルヘルス実践学 ４自然科学 芦原睦 フジメディカル出版 2016年

6218 働く人のメンタルヘルス教室 ４自然科学 山本晴義　曽田紀子 新興医学出版社 2009年

6219 「はたらく」を支える！女性のメンタルヘルス ４自然科学 丸山総一郎 南山堂 2017年

6220 医療従事者のための産業精神保健 ４自然科学 日本精神神経学会 日本精神神経学会 2011年

6221 ストレスとともに働く ４自然科学 岩崎久志 晃洋書房 2017年

6222 産業・組織カウンセリング実践の手引き ４自然科学 三浦由美子　磯崎富士雄 遠見書房 2018年
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6223 Ｑ＆Ａで学ぶワ－ク・エンゲイジメント ４自然科学 島津明人 金剛出版 2018年

6224 ミレイ先生のアドラ－流“勇気づけ”保健指導 ４自然科学 上谷実礼 メディカ出版 2017年

6225 事例で学ぶ一般健診・特殊健診マニュアル ４自然科学 圓藤吟史　萩原聡 宇宙堂八木書店 2015年

6226 災害リハビリテ－ション標準テキスト ４自然科学
大規模災害リハビリテ－ション支援関連
団体

医歯薬出版 2018年

6227 標準多数傷病者対応ＭＣＬＳテキスト ４自然科学 大友康裕　日本集団災害医学会 ぱ－そん書房 2014年

6228 災害ル－ル ４自然科学 ロブ・ラッセル　ティム・ホドゲッツ へるす出版 2012年

6229 災害医療 ４自然科学 大橋教良 へるす出版 2009年

6230 医療従事者のための災害対応アプロ－チガイド ４自然科学 佐々木勝 新興医学出版社 2015年

6231 災害対処・医療救護ポケットブック ４自然科学 小井土雄一　箱崎幸也 診断と治療社 2015年

6232 救急科診療ことはじめ ４自然科学 木村昭夫 へるす出版 2016年

6233 発生状況からみた急性中毒初期対応のポイント 家庭用品編 ４自然科学 日本中毒情報センタ－　吉岡敏治 へるす出版 2016年

6234 日本版敗血症診療ガイドライン２０１６　（Ｊ－ＳＳＣＧ２０１６）　ダイジェスト版 ４自然科学 日本集中治療医学会　日本救急医学会 真興交易医書出版部 2017年

6235 保健・医療従事者が被災者と自分を守るためのポイント集 ４自然科学 和田耕治　岩室紳也 中外医学社 2011年

6236 災害薬事標準テキスト ４自然科学 日本集団災害医学会　大友康裕 ぱ－そん書房 2017年

6237 犯罪精神医学拾遺 ４自然科学 小畠秀吾 時空出版 2015年

6238 精神鑑定への誘い ４自然科学 安藤久美子 星和書店 2016年

6239 薬がみえる ｖｏｌ．１ ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2014年

6240 薬がみえる ｖｏｌ．２ ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2015年

6241 薬がみえる ｖｏｌ．３ ４自然科学 医療情報科学研究所 メディックメディア 2016年

6242 ＰＴ・ＯＴのための治療薬ガイドブック ４自然科学 本間光信　高橋仁美 メジカルビュ－社 2017年

6243 添付文書がちゃんと読める統計学 ４自然科学 山村重雄　竹平理恵子 じほう 2014年

6244 薬をもっと使いこなすための添付文書の読み方・活かし方 ４自然科学 野村香織 じほう 2018年

6245 重要薬マニュアル ４自然科学 伊藤裕 医学書院 2014年

6246 診療報酬×薬剤リスト 平成３０年版 ４自然科学 保険薬剤研究会 じほう 2018年

6247 赤い罠 ４自然科学 桑島巌 日本医事新報社 2016年

6248 論より証拠の漢方処方 ４自然科学 高山真 日本医事新報社 2018年

6249 ナ－ス・ケアワ－カ－のための臨床アロマセラピ－ 入門編 ４自然科学 日本臨床アロマセラピ－学会 メディカ出版 2015年

6250 食べものとくすり  人と食と自然シリ－ズ ４自然科学 大東肇　木元久 建帛社 2014年

6251 標準理学療法学・作業療法学 専門基礎分野 病理学 第4版 ４自然科学 医学書院 2017年

6252 標準理学療法学・作業療法学 専門基礎分野 運動学 第2版 ４自然科学 医学書院 2012年

6253 作業療法実践の理論，第4版 ４自然科学 教・Kielhofner, G(山田孝・監訳) 医学書院 2014年

6254 人間作業モデル，理論と応用　改定第4版 ４自然科学 Kielfhofer, G(山田孝・監訳) 協同医書出版社 2012年

6255 精神疾患の理解と作業療法　第２版 ４自然科学 朝田隆・中島直・堀田秀樹 中央法規出版 2012年

6256 統合失調症患者の行動特性 ４自然科学 昼田源四郎 金剛出版 2007年

6257 地域福祉の理論と方法（社会福祉士シリーズ9　地域福祉）（第2版） ４自然科学 山本美香責任編集 弘文堂 2013年

6258 シンプル理学療法学シリーズ　内部障害理学療法学テキスト　改訂第3版 ４自然科学 南江堂 2017年

6259 EBM物理療法　２版 ４自然科学 Michelle HC　著：渡部一郎　監訳： 医歯薬出版 2015年

6260 系統理学療法学「内部障害系理学療法学」 ４自然科学 居村茂幸編 医歯薬出版 2006年

6261 「地域リハビリテーション論Ｖｅｒ6」大田仁史、浜村明徳他 ４自然科学 大田仁史、浜村明徳他 三輪書店 2015年

6262
埼玉県立大学『IPWを学ぶ―利用者中心の保健医療福祉連携』（中央法規出版、2009
年）

４自然科学 中央法規出版 2009年

6263 新・徒手筋力検査法　原著第9版 ４自然科学 協同医書 2014年

6264 老年期の作業療法　改訂第3版 ４自然科学 鎌倉・山根・二木編 三輪書店 2018年

6265 ひとと作業・作業活動 第2版 ４自然科学 三輪書店 2015年

6266 宮城浩一編「高齢者リハビリテーション実践マニュアル」(2014)MEDICAL　VIEW ４自然科学 宮城浩一編 MEDICAL　VIEW 2014年
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6267 標準理学療法学　専門分野　理学療法評価学、奈良　勲、医学書院 ４自然科学 奈良　勲、医学書院 医学書院 2004年

6268 ビジュアルレクチャー理学療法基礎評価学 ４自然科学  臼田 滋 (編集)、 2014年 医歯薬出版 2014年

6269 ADLとその周辺 評価・指導・介護の実際 第3版 ４自然科学 伊藤利之　鎌倉矩子 監修 医学書院 2015年

6270 運動学 ４自然科学 奈良勲, 鎌倉矩子著 医歯薬出版 2012年

6271 医学的研究のデザイン　研究の質を高める疫学的アプローチ　第４版 ４自然科学 訳：木原雅子，木原正博
メディカルサイエンスイン
ターナショナル

2014年

6272 こころのスキルアップ・トレーニング：高次脳機能作業療法学 ４自然科学 能登真一 他 編 医学書院 2015年

6273 高次脳機能作業療法学 ４自然科学 教科書：能登真一 他 編 医学書院 2019年

6274 高次脳機能障害の作業療法 ４自然科学 参考書：鎌倉矩子 三輪書店 2010年

6275 脳卒中のリハビリテーション 生活機能に基づくアプローチ（原著第3版） ４自然科学 Glen Gillen 編著，清水一 他 監訳： 三輪書店 2015年

6276 身体障害作業療法学 ４自然科学 長崎重信　編集： メジカルビュー 2015年

6277 日常生活活動の作業療法 ４自然科学 藤井浩美　他編集： 中央法規 2014年

6278 石川齊　他編集主幹：図解　作業療法技術ガイド　第3版，文光堂，東京，2011 ４自然科学 文光堂 2011年

6279 リハビリテーション統計学  15レクチャーシリーズ　リハビリテーションテキスト ４自然科学 中山書店 2015年

6280
スポーツ理学療法学 競技動作と治療アプローチ　陶山哲夫　監修　メディカルビュー
社

４自然科学 2014年

6281 医療福祉をつなぐ関連職種連携　南江堂 ４自然科学 南江堂 2013年

6282 運動療法学　障害別アプローチの理論と実際　第2版 ４自然科学 文光堂 2014年

6283 発行：社会福祉法人全国手話研修センター　発売：一般財団法人全日本ろうあ連盟 ４自然科学
一般財団法人全日本ろう
あ連盟

2014年

6284 　診察と手技がみえる１　Vol.1 ４自然科学 古谷伸之 メディックメディア 2007年

6285 　新・徒手筋力検査法第9版 ４自然科学  Helen J.Hislop　著、津山直一　訳 協同医書 2014年

6286 PT・OTのためのこれで安心　コミュニケーション力テキスト　第2版 ４自然科学 山口美和 医学書院 2016年

6287 概説理学療法　第3版　有馬慶美（編）文光堂 ４自然科学 　有馬慶美（編） 文光堂 2015年

6288 スポーツ理学療法学−動作に基づく外傷・障害の理解と評価・治療の進め方 ４自然科学 メジカルビュー 2018年

6289 Next教科書シリーズ　法学　第2版　高橋雅夫編　弘文堂 ４自然科学 弘文堂 2017年

6290 パワーと相互依存 ４自然科学
ロバート・コヘイン／ジョセフ・ナイ著（滝
田賢治訳）

ミネルヴァ書房 2012年

6291 マーケティング・マネジメント（基本編） ４自然科学 フィリップ・コトラー／ケビン・ケラー著『 丸善出版 2014年

6292
保健・医療・福祉専門職の連携教育・実践  ①IPの基本と原則  ラーニングシリーズ　IP
（インタープロフェッショナル）

４自然科学 共同医書出版 2018年

6293
保健・医療・福祉専門職の連携教育・実践  ②教育現場でIPを実践し学ぶ  ラーニング
シリーズ　IP（インタープロフェッショナル）

４自然科学 共同医書出版 2018年

6294
保健・医療・福祉専門職の連携教育・実践  ③はじめてのIP 連携を学びはじめる人の
ためのIP入門  ラーニングシリーズ　IP（インタープロフェッショナル）

４自然科学 共同医書出版 2018年

6295
保健・医療・福祉専門職の連携教育・実践  ④臨床現場でIPを実践し学ぶ  ラーニング
シリーズ　IP（インタープロフェッショナル）

４自然科学 共同医書出版 2018年

6296
保健・医療・福祉専門職の連携教育・実践  ⑤地域における連携・協働 事例集 対人援
助の臨床から学ぶIP  ラーニングシリーズ　IP（インタープロフェッショナル）

４自然科学 共同医書出版 2018年

6297 標準理学療法学・作業療法学 生理学 第５版 ４自然科学 医学書院 2018年

6298 糖尿病治療ガイド 2018-2019 編　日本糖尿病学会　出版社　文光堂 ４自然科学 　日本糖尿病学会 文光堂 2018年

6299 神経疾患の理学療法 ４自然科学 南山堂 1997年

6300 脳神経の基礎知識と神経症候ケーススタディ ４自然科学 メジカルビュー 2017年

6301 Ｄｒ．林＆今の外来でも病棟でもバリバリ役立つ！救急・急変対応 ４自然科学 メディカ社 2017年

6302 新編 内部障害のリハビリテーション 第2版 ４自然科学 医歯薬出版 2017年

6303 呼吸リハビリテーションマニュアル-運動療法- 第2版 ４自然科学
 編集　日本呼吸管理学会、日本呼吸器
学会、日本理学療法士協会

照林社 2012年

6304 新しい時代の技術者倫理  放送大学教材 ５技術 札野順 放送大学教育振興会 2015年

6305 技術者の倫理入門 ５技術 杉本泰治　高城重厚 丸善出版 2016年

6306 生命と科学技術の倫理学 ５技術 森下直貴　粟屋剛 丸善出版 2016年

6307 理系のための科学技術者倫理 ５技術 直江清隆　盛永審一郎 丸善出版 2015年

6308 ＡＩ・ロボット・生命・宇宙・・・科学技術のフロントランナ－がいま挑戦していること ５技術 川口淳一郎 秀和システム 2017年

6309 オムニバス技術者倫理 ５技術 オムニバス技術者倫理研究会 共立出版 2015年

6310 技術者倫理 ５技術 辻井洋行　水井万里子 日刊工業新聞社 2016年
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6311 工学倫理 ５技術 高橋隆雄　尾原祐三 理工図書 2017年

6312 Ｗｏｒｄによる論文・技術文書・レポ－ト作成術 ５技術 神谷幸宏 コロナ社 2014年

6313 １０年後、生き残る理系の条件 ５技術 竹内健 朝日新聞出版 2016年

6314 技術の倫理 ５技術 鬼頭葉子 ナカニシヤ出版 2018年

6315 理系の学生と学ぶ倫理 ５技術 上杉敬子 晃洋書房 2018年

6316 理工系の技術文書作成ガイド ５技術 白井宏 コロナ社 2019年

6317 技術者による実践的工学倫理 ５技術 近畿化学協会工学倫理研究会 化学同人 2019年

6318 工学部生のための研究の進め方 ５技術 西山敏樹 慶応義塾大学出版会 2018年

6319 科学技術者倫理 ５技術
金沢工業大学・科学技術応用倫理研究
所

白桃書房 2017年

6320 ゼロからわかる知的財産のしくみ  ＫＩＮＺＡＩバリュ－叢書 ５技術 土生哲也 金融財政事情研究会 2015年

6321 ライセンスビジネスの戦略と実務 ５技術 草間文彦 白桃書房 2017年

6322 知的財産法  ＬＥＧＡＬ　ＱＵＥＳＴ ５技術 愛知靖之　前田健 有斐閣 2018年

6323 知的財産法  有斐閣アルマ ５技術 角田政芳　辰巳直彦 有斐閣 2017年

6324 知的財産関係条約 ５技術 茶園成樹 有斐閣 2015年

6325 知的財産法入門 ５技術 茶園成樹 有斐閣 2017年

6326 知的財産法 ５技術 小泉直樹 弘文堂 2018年

6327 知的財産法講義 ５技術 牧野和夫 税務経理協会 2015年

6328 企業人・大学人のための知的財産権入門 ５技術 廣瀬隆行 東京化学同人 2018年

6329 国際知的財産法入門 ５技術 木棚照一 日本評論社 2018年

6330 知的財産法 １ 有斐閣ストゥディア ５技術 駒田泰土　潮海久雄 有斐閣 2014年

6331 知的財産法 ２ 有斐閣ストゥディア ５技術 駒田泰土　潮海久雄 有斐閣 2016年

6332 技術者のための特許実践講座 ５技術 小川勝男　金子紀夫 森北出版 2016年

6333 なるほど図解特許法のしくみ  ＣＫ　ＢＯＯＫＳ ５技術 奥田百子 中央経済社 2017年

6334 特許法 ５技術 茶園成樹 有斐閣 2017年

6335 特許法入門 ５技術 島並良　上野達弘 有斐閣 2014年

6336 技術者・研究者のための特許の知識と実務 ５技術 高橋政治 秀和システム 2019年

6337 ネイティブスピ－カ－も納得する技術英語表現 ５技術 福岡俊道　マシュ－・ルックス コロナ社 2018年

6338 資源の循環利用とはなにか ５技術 細田衛士 岩波書店 2015年

6339 ごみを資源にまちづくり ５技術 中村修 農山漁村文化協会 2017年

6340 都市のエ－ジェントはだれなのか  ＴＯＴＯ建築叢書 ５技術 北山恒 ＴＯＴＯ出版 2015年

6341 まちづくりの哲学 ５技術 代官山ステキな街づくり協議会　蓑原敬 ミネルヴァ書房 2016年

6342 まちの賑わいをとりもどす ５技術 中野恒明 花伝社 2017年

6343 ＣＲＥＡＴＩＶＥ　ＬＯＣＡＬ ５技術 馬場正尊　中江研 学芸出版社（京都） 2017年

6344 ＰＵＢＬＩＣ　ＤＥＳＩＧＮ新しい公共空間のつくりかた ５技術 馬場正尊　Ｏｐｅｎ　Ａ 学芸出版社（京都） 2015年

6345 エリアリノベ－ション ５技術 馬場正尊　Ｏｐｅｎ　Ａ 学芸出版社（京都） 2016年

6346 ドイツのコンパクトシティはなぜ成功するのか ５技術 村上敦 学芸出版社（京都） 2017年

6347 まちづくりの仕事ガイドブック ５技術 饗庭伸　小泉瑛一 学芸出版社（京都） 2016年

6348 まちづくりの法律がわかる本 ５技術 坂和章平 学芸出版社（京都） 2017年

6349 まちの価値を高めるエリアマネジメント ５技術 小林重敬　森記念財団 学芸出版社（京都） 2018年

6350 リノベ－ションの新潮流 ５技術 松永安光　漆原弘 学芸出版社（京都） 2015年

6351 リノベ－ションまちづくり ５技術 清水義次 学芸出版社（京都） 2014年

6352 公共Ｒ不動産のプロジェクトスタディ ５技術 公共Ｒ不動産　馬場正尊 学芸出版社（京都） 2018年

6353 地方都市を公共空間から再生する ５技術 柴田久 学芸出版社（京都） 2017年

6354 都市を変える水辺アクション ５技術 泉英明　嘉名光市 学芸出版社（京都） 2015年
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6355 都市計画学 ５技術 中島直人　村山顕人 学芸出版社（京都） 2018年

6356 白熱講義これからの日本に都市計画は必要ですか ５技術 蓑原敬　饗庭伸 学芸出版社（京都） 2014年

6357 逃げないですむ建物とまちをつくる ５技術 日本建築学会 技報堂出版 2015年

6358 まちづくりのための中心市街地活性化  地域づくり叢書 ５技術 根田克彦 古今書院 2016年

6359 歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり  地域づくり叢書 ５技術 戸所隆 古今書院 2016年

6360 都市構造と都市政策 ５技術 近畿都市学会 古今書院 2014年

6361 アジアのまち再生  神奈川大学アジア研究センタ－叢書 ５技術 山家京子　重村力 鹿島出版会 2017年

6362 エコまち塾 ２ ５技術 伊藤滋　尾島俊雄 鹿島出版会 2018年

6363 ツ－リズムの都市デザイン ５技術 橋爪紳也 鹿島出版会 2015年

6364 パブリックライフ学入門 ５技術 ヤン・ゲ－ル　ビアギッテ・スヴァア 鹿島出版会 2016年

6365 まちづくり教書 ５技術 佐藤滋　饗庭伸 鹿島出版会 2017年

6366 まちづくり図解 ５技術 佐藤滋　内田奈芳美 鹿島出版会 2017年

6367 都市計画総論 ５技術 磯部友彦　松山明 鹿島出版会 2014年

6368 生活の視点でとく都市計画 ５技術 薬袋奈美子　室田昌子 彰国社 2016年

6369 都市をつくりかえるしくみ ５技術 専門性をつなぐ参画のしくみ研究会 彰国社 2016年

6370 都市計画とまちづくりがわかる本 ５技術 伊藤雅春　小林郁雄 彰国社 2017年

6371 入門都市計画 ５技術 谷口守 森北出版 2014年

6372 コミュニティデザインの源流 イギリス篇 ５技術 山崎亮 太田出版 2016年

6373 まちを読み解く ５技術 西村幸夫　野澤康 朝倉書店 2017年

6374 コミュニティデザイン学 ５技術 小泉秀樹 東京大学出版会 2016年

6375 キ－ワ－ドでわかる都市・建築２．０  日経ア－キテクチュアＳｅｌｅｃｔｉｏｎ ５技術 日経ア－キテクチュア 日経ＢＰ社 2018年

6376 ぼくらのリノベ－ションまちづくり ５技術 嶋田洋平　石神夏希 日経ＢＰ社 2015年

6377 商業空間は何の夢を見たか ５技術 三浦展　藤村龍至 平凡社 2016年

6378 ソ－シャルシティ  放送大学教材 ５技術 川原靖弘　斎藤参郎 放送大学教育振興会 2017年

6379 ＩＣＴエリアマネジメントが都市を創る ５技術 川除隆広 工作舎 2019年

6380 コンパクトシティ実現のための都市計画制度 ５技術 都市計画法制研究会 ぎょうせい 2014年

6381 ポスト２０２０の都市づくり ５技術 井口典夫　中村伊知哉 学芸出版社（京都） 2017年

6382 五輪を楽しむまちづくり ５技術 喜多功彦 鹿島出版会 2015年

6383 都市環境から考えるこれからのまちづくり ５技術 都市環境学教材編集委員会 森北出版 2017年

6384 まちを育てる建築 ５技術 鄭弼溶 鹿島出版会 2014年

6385 実践地域・まちづくりワ－ク ５技術 谷口守 森北出版 2018年

6386 密集市街地の防災と住環境整備 ５技術 ＵＲ密集市街地整備検討会 学芸出版社（京都） 2017年

6387 津波に負けない住まいとまちをつくろう！ ５技術
東日本大震災の教訓を後世に残すこと
を考え　和田章

技報堂出版 2015年

6388 東京は世界最悪の災害危険都市 ５技術 水谷武司 東信堂 2018年

6389 防災工学  環境・都市システム系教科書シリ－ズ ５技術 渕田邦彦　疋田誠 コロナ社 2014年

6390 教育現場の防災読本 ５技術 「防災読本」出版委員会　中井仁 京都大学学術出版会 2018年

6391 まち建築 ５技術 日本建築学会 彰国社 2014年

6392 これからの建築理論  Ｔ＿ＡＤＳ　ＴＥＸＴＳ ５技術 東京大学 東京大学出版会 2014年

6393 シェアの思想／または愛と制度と空間の関係 ５技術 門脇耕三　西沢大良 ＬＩＸＩＬ出版 2015年

6394 世界の建築家解剖図鑑 ５技術 大井隆弘　市川紘司 エクスナレッジ 2018年

6395
小嶋一浩＋赤松佳珠子／ＣＡｔ／背後にあるもの先にあるもの  現代建築家コンセプ
ト・シリ－ズ

５技術 小嶋一浩＋赤松佳珠子 ＬＩＸＩＬ出版 2016年

6396 ３．１１以後の建築 ５技術 五十嵐太郎　山崎亮 学芸出版社（京都） 2014年

6397 建築から都市を、都市から建築を考える ５技術 槙文彦　松隈洋 岩波書店 2015年

6398 絆の環境設計 ５技術 土居義岳 九州大学出版会 2014年
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6399 通信工学の基礎 ５技術 松本隆男　吉野隆幸 東京電機大学出版局 2018年

6400 入門情報社会とコミュニケ－ション技術 ５技術 金武完　圓岡偉男 明石書店 2019年

6401 通信の世紀  新潮選書 ５技術 大野哲弥 新潮社 2018年

6402 ＩＣＴことば辞典 ５技術 大谷和利　三橋ゆか里 三省堂 2015年

6403 基礎からわかるＴＣＰ／ＩＰネットワ－クコンピュ－ティング入門 ５技術 村山公保 オ－ム社 2015年

6404 ネットワ－ク技術の基礎  情報工学レクチャ－シリ－ズ ５技術 宮保憲治　田窪昭夫 森北出版 2015年

6405 ネットワ－ク ５技術 井口信和 森北出版 2015年

6406 ＩｏＴで変わるのは製造業だけじゃない ５技術 吉川良三　日韓ＩＴ経営協会 日刊工業新聞社 2017年

6407 情報ネットワ－ク概論 ５技術 井関文一　金光永煥 コロナ社 2014年

6408 音響情報ハイディング技術  音響テクノロジ－シリ－ズ ５技術 日本音響学会　鵜木祐史 コロナ社 2018年

6409 フリ－ソフトを用いた音声処理の実際 ５技術 石井直樹 コロナ社 2018年

6410 音響メディア史  「シリ－ズ」メディアの未来 ５技術 谷口文和　中川克志 ナカニシヤ出版 2015年

6411 垂直記録とビッグデ－タ ５技術 岩崎俊一 日経ＢＰコンサルティング 2016年

6412 闇ネットの住人たち ５技術 ジェイミ－・バ－トレット　星水裕 ＣＣＣメディアハウス 2015年

6413 角川インタ－ネット講座 ０１ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2014年

6414 角川インタ－ネット講座 ０２ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2014年

6415 角川インタ－ネット講座 ０３ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6416 角川インタ－ネット講座 ０４ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2014年

6417 角川インタ－ネット講座 ０５ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6418 角川インタ－ネット講座 ０７ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6419 角川インタ－ネット講座 ０８ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6420 角川インタ－ネット講座 ０９ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2014年

6421 角川インタ－ネット講座 １０ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6422 角川インタ－ネット講座 １１ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6423 角川インタ－ネット講座 １２ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6424 角川インタ－ネット講座 １３ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2014年

6425 角川インタ－ネット講座 １４ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6426 角川インタ－ネット講座 １５ ５技術 村井純　伊藤穣一 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2015年

6427 デ－タを集める技術  Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｃｓ＆ＩＤＥＡ ５技術 佐々木拓郎 ＳＢクリエイティブ 2016年

6428 ネットワ－クセキュリティ  ＩＴ　Ｔｅｘｔ ５技術 菊池浩明　上原哲太郎 オ－ム社 2017年

6429 応用Ｗｅｂ技術  ＩＴ　ｔｅｘｔ ５技術 松下温　市村哲 オ－ム社 2017年

6430 基礎Ｗｅｂ技術  ＩＴ　ｔｅｘｔ ５技術 市村哲　宇田隆哉 オ－ム社 2017年

6431 情報通信ネットワ－ク  ＩＴ　ｔｅｘｔ ５技術 阪田史郎　井関文一 オ－ム社 2015年

6432 ネットワ－クセキュリティ  現代電子情報通信選書『知識の森』 ５技術 電子情報通信学会　佐々木良一 オ－ム社 2014年

6433 ＰｙｔｈｏｎによるＷｅｂスクレイピング ５技術 ライアン・ミッチェル　黒川利明 オライリ－・ジャパン 2016年

6434 インタフェ－スデザインの心理学 続 ５技術 ス－ザン・ワインチェンク　武舎広幸 オライリ－・ジャパン 2016年

6435 デ－タ分析によるネットワ－クセキュリティ ５技術 マイケル・コリンズ　中田秀基 オライリ－・ジャパン 2016年

6436 情報ネットワ－クの数理と最適化  情報ネットワ－ク科学シリ－ズ ５技術 巳波弘佳　井上武 コロナ社 2015年

6437 情報ネットワ－クの分散制御と階層構造  情報ネットワ－ク科学シリ－ズ ５技術 会田雅樹 コロナ社 2015年

6438 情報ネットワ－ク科学入門  情報ネットワ－ク科学シリ－ズ ５技術 村田正幸　成瀬誠 コロナ社 2015年

6439 生命のしくみに学ぶ情報ネットワ－ク設計・制御  情報ネットワ－ク科学シリ－ズ ５技術 若宮直紀　荒川伸一 コロナ社 2015年

6440 分散システム：Ｐ２Ｐモデル  成蹊大学アジア太平洋研究センタ－叢書 ５技術 滝沢誠　榎戸智也 コロナ社 2014年

6441 実践サイバ－セキュリティモニタリング ５技術 八木毅　青木一史 コロナ社 2016年

6442 ＩｏＴの衝撃  Ｈａｒｖａｒｄ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ ５技術
ダイヤモンド・ハ－バ－ド・ビジネス編集
部

ダイヤモンド社 2016年
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6443 ＩｏＴは日本企業への警告である ５技術 齋藤ウィリアム浩幸 ダイヤモンド社 2015年

6444 インタ－ネットはなぜ人権侵害の温床になるのか ５技術 吉冨康成 ミネルヴァ書房 2014年

6445 インタ－ネット工学  シリ－ズ知能機械工学 ５技術 原山美知子 共立出版 2014年

6446 インタ－ネット，７つの疑問  共立スマ－トセレクション ５技術 大崎博之　尾家祐二 共立出版 2018年

6447 コンピュ－タネットワ－ク  情報工学テキストシリ－ズ ５技術 三木光範　佐藤健哉 共立出版 2014年

6448 Ｗｅｂ制作の技術  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ５技術 松本早野香　服部哲 共立出版 2015年

6449 インタ－ネットビジネス概論  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ５技術 片岡信弘　工藤司 共立出版 2018年

6450 コンピュ－タネットワ－ク概論  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ５技術 水野忠則　奥田隆史 共立出版 2014年

6451 ネットワ－クセキュリティ  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ５技術 高橋修　関良明 共立出版 2017年

6452 サイト別ネット中傷・炎上対応マニュアル ５技術 清水陽平 弘文堂 2016年

6453 Ｍ２Ｍ／ＩｏＴシステム入門 ５技術 電気学会 森北出版 2016年

6454 ウェブに夢見るバカ ５技術 ニコラス・Ｇ．カ－　増子久美 青土社 2016年

6455 フュ－チャ－・クライム ５技術 マ－ク・グッドマン　松浦俊輔 青土社 2016年

6456 インタ－ネット・バイ・デザイン ５技術 江崎浩 東京大学出版会 2016年

6457 トコトンやさしいＩｏＴの本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ５技術 山崎弘郎 日刊工業新聞社 2018年

6458 ＩｏＴで激変する日本型製造業ビジネスモデル ５技術 大野治 日刊工業新聞社 2016年

6459 ＩｏＴビジネスをなぜ始めるのか？ ５技術 三木良雄 日経ＢＰ社 2016年

6460 ＩｏＴ入門 ５技術 三菱総合研究所 日本経済新聞出版社 2016年

6461 インタ－ネットと人権侵害 ５技術 佐藤佳弘 武蔵野大学出版会 2016年

6462 脱！ＳＮＳのトラブル ５技術 佐藤佳弘 武蔵野大学出版会 2017年

6463 インタ－ネットの光と影 ５技術 情報教育学研究会 北大路書房 2014年

6464 インタ－ネット法 ５技術 松井茂記　鈴木秀美 有斐閣 2015年

6465 ネット炎上の研究 ５技術 田中辰雄　山口真一 勁草書房 2016年

6466 ＴＣＰ／ＩＰの絵本 ５技術 アンク 翔泳社 2018年

6467 クラウドコンピュ－ティングのためのＯＳとネットワ－クの基礎 ５技術 木下宏揚 コロナ社 2017年

6468 クラウド技術とクラウドインフラ ５技術 黒川利明 共立出版 2014年

6469 ＩＣＴ実務のためのインタ－ネット政策論の基礎知識 ５技術 クリストファ－・ユ－　波多江崇 勁草書房 2017年

6470 基本からわかる情報通信ネットワ－ク講義ノ－ト ５技術 大塚裕幸　小川猛志 オ－ム社 2016年

6471 学生のためのＳＮＳ活用の技術 ５技術 高橋大洋　佐山公一 講談社 2018年

6472 インタ－ネット講座 ５技術 有賀妙子　吉田智子 北大路書房 2014年

6473 Ｒａｓｐｂｅｒｒｙ　Ｐｉ　ＺｅｒｏによるＩｏＴ入門 ５技術 今井一雅 コロナ社 2017年

6474 スパム ５技術 フィン・ブラントン　松浦俊輔 河出書房新社 2015年

6475 モバイルネットワ－ク時代の情報倫理 ５技術 山住富也 近代科学社 2015年

6476 ネットワ－ク工学 ５技術 村上泰司 森北出版 2014年

6477 情報通信ネットワ－クの基礎 ５技術 宇野新太郎 森北出版 2016年

6478 インタ－ネットの光と影 ５技術
情報教育学研究会　情報倫理教育研究
グル－プ

北大路書房 2018年

6479 実践ＩｏＴ ５技術 天野直紀 オ－ム社 2018年

6480 例題で学ぶＷｅｂデザイン入門 ５技術 大堀隆文　木下正博 コロナ社 2016年

6481 パワ－・オブ・ネットワ－ク ５技術
クリストファ－・Ｇ・ブリントン　ムン・チャ
ン

森北出版 2018年

6482 通信ネットワ－ク技術の基礎と応用 ５技術 山中直明　馬場健一 コロナ社 2018年

6483 Ａｄｖａｎｃｅｄコンピュ－タネットワ－ク ５技術 原山美知子 共立出版 2018年

6484 通信ネットワ－ク概論 ５技術 左貝潤一 森北出版 2018年

6485 ウェブユニバ－サルデザイン ５技術
ＮＴＴサ－ビスエボリュ－ション研究所　
渡辺昌洋

近代科学社 2014年

6486 無線ネットワ－クシステムのしくみ  共立スマ－トセレクション ５技術 塚本和也　尾家祐二 共立出版 2017年
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6487 モバイルネットワ－ク  未来へつなぐデジタルシリ－ズ ５技術 北須賀輝明　鈴木秀和 共立出版 2016年

6488 図解よくわかる屋内測位と位置情報 ５技術 西尾信彦 日刊工業新聞社 2018年

6489 図解でわかるはじめてのデジタル画像処理 ５技術 山田宏尚 技術評論社 2018年

6490 はじめての画像処理技術 ５技術 岡崎彰夫 森北出版 2015年

6491 Ｐｙｔｈｏｎで学ぶ実践画像・音声処理入門 ５技術 伊藤克亘　花泉弘 コロナ社 2018年

6492 デジタル動画像処理 ５技術 三池秀敏　古賀和利 大学教育出版 2018年

6493 マルチメディアを考える ５技術 清水恒平 武蔵野美術大学出版局 2016年

6494 アップル、アマゾン、グ－グルのイノベ－ション戦略 ５技術 雨宮寛二 ＮＴＴ出版 2015年

6495 コンピュ－タ－＆テクノロジ－解体新書 ５技術
ロン・ホワイト　ティモシ－・エドワ－ド・
ダウンズ

ＳＢクリエイティブ 2015年

6496 ヒュ－マンコンピュ－タインタラクション  ＩＴ　ｔｅｘｔ ５技術 岡田謙一　西田正吾 オ－ム社 2016年

6497 音声認識システム  ＩＴ　ｔｅｘｔ ５技術 河原達也 オ－ム社 2016年

6498 論理回路  ＯＨＭ大学テキスト ５技術 今井正治 オ－ム社 2016年

6499 音声音響インタフェ－ス実践  メディア学大系 ５技術 相川清明　大淵康成 コロナ社 2017年

6500 人とコンピュ－タの関わり  メディア学大系 ５技術 太田高志 コロナ社 2018年

6501 コンピュ－タの基礎  電子情報通信レクチャ－シリ－ズ ５技術 村岡洋一 コロナ社 2014年

6502 コンピュ－タア－キテクチャ入門  Ｃｏｍｐｕｔｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｌｉｂｒａｒｙ ５技術 城和貴 サイエンス社 2014年

6503 コンピュ－タ開発のはてしない物語 ５技術 小田徹 技術評論社 2016年

6504 ディジタル信号処理  シリ－ズ知能機械工学 ５技術 毛利哲也 共立出版 2015年

6505 計算機システム基礎  シリ－ズ知能機械工学 ５技術 山田宏尚　毛利哲也 共立出版 2015年

6506 インタフェ－スデバイスのつくりかた  共立スマ－トセレクション ５技術 福本雅朗　土井美和子 共立出版 2016年

6507 イラストで学ぶ音声認識 ５技術 荒木雅弘 講談社 2015年

6508
図解入門よくわかる最新量子コンピュ－タの基本と仕組み  Ｈｏｗ－ｎｕａｌ　Ｖｉｓｕａｌ　Ｇｕｉ
ｄｅ　Ｂｏｏｋ

５技術 長橋賢吾 秀和システム 2018年

6509 これだけ！組み込みシステム ５技術 藤広哲也 秀和システム 2015年

6510 ＭＡＴＬＡＢ対応ディジタル信号処理 ５技術 樋口竜雄　川又政征 森北出版 2015年

6511 フリ－ソフトでつくる音声認識システム（第２版） ５技術 荒木　雅弘 森北出版 2017年

6512 図解ＰＩＣマイコン実習 ５技術 堀桂太郎 森北出版 2014年

6513 論理回路入門 ５技術 浜辺隆二 森北出版 2015年

6514 実践によるコンピュ－タア－キテクチャ  グラフィック情報工学ライブラリ ５技術 中條拓伯　大島浩太 数理工学社 2014年

6515 シュレ－ディンガ－の猫、量子コンピュ－タになる。 ５技術 ジョン・グリビン　松浦俊輔 青土社 2014年

6516 たのしくできるＡｒｄｕｉｎｏ電子制御 ５技術 牧野浩二 東京電機大学出版局 2015年

6517 量子コンピュ－タが人工知能を加速する ５技術 西森秀稔　大関真之 日経ＢＰ社 2016年

6518 量子コンピュ－タ入門 ５技術 宮野健次郎　古澤明 日本評論社 2016年

6519 コンテンツは民主化をめざす  明治大学リバティブックス ５技術 宮下芳明 明治大学出版会 2015年

6520 コンピュ－タに記憶を与えた男 ５技術 ジェ－ン・スマイリ　日暮雅通 河出書房新社 2016年

6521 独自ＣＰＵ開発で学ぶコンピュ－タのしくみ ５技術 伊藤剛浩　川田裕貴 秀和システム 2016年

6522 スパコンを知る ５技術 岩下武史　片桐孝洋 東京大学出版会 2015年

6523 図解コンピュ－タ概論［ハ－ドウェア］ ５技術 橋本洋志　小林裕之 オ－ム社 2017年

6524 はじめて学ぶコンピュ－タ概論 ５技術 寺嶋廣克　朴鍾杰 コロナ社 2016年

6525 観測に基づく量子計算 ５技術 小柴健史　藤井啓祐 コロナ社 2017年

6526 Ｒａｓｐｂｅｒｒｙ　Ｐｉでス－パ－コンピュ－タをつくろう！ ５技術 カルロス・Ｒ．モリソン　齊藤哲哉 共立出版 2018年

6527 パ－ソナルコンピュ－タ博物史 ５技術 京都コンピュ－タ学院ＫＣＧ資料館 講談社ビ－シ－ 2017年

6528 はじめての論理回路 ５技術 河辺義信 森北出版 2016年

6529 基礎から学べる論理回路 ５技術 速水治夫 森北出版 2014年

6530 図解論理回路入門 ５技術 堀桂太郎 森北出版 2015年
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6531 「人工知能」前夜 ５技術 杉本舞 青土社 2018年

6532 コンピュ－タのしくみ ５技術 吉川雅弥　泉知論 コロナ社 2017年

6533 新編マイクロコンピュ－タ技術入門 ５技術 松田忠重　佐藤徹哉 コロナ社 2015年

6534 論理回路 ５技術 房岡璋　小柳滋 共立出版 2014年

6535 万能コンピュ－タ ５技術 マ－ティン・デ－ヴィス　沼田寛 近代科学社 2016年

6536 自作ＰＣクラスタ超入門 ５技術 前園涼 森北出版 2017年

6537 コンピュ－タ工学の基礎 ５技術 浅川毅 東京電機大学出版局 2018年

6538 音声言語処理と自然言語処理 ５技術 中川聖一 コロナ社 2018年

6539 コンピュ－タ工学への招待 ５技術 柴山潔 近代科学社 2015年

6540 コンピュ－タア－キテクチャ ５技術 福本聡　岩崎一彦 朝倉書店 2015年

6541 コンピュ－タとは何か？ ５技術 中村克彦 東京電機大学出版局 2018年

6542 「スイカ」の原理を創った男 ５技術 馬場錬成 日本評論社 2014年

6543 やわらかいロボット  新・身体とシステム ５技術 新山龍馬 金子書房 2018年

6544 ロボットと生きる社会 ５技術 角田美穂子　工藤俊亮 弘文堂 2018年

6545 記号創発ロボティクス  講談社選書メチエ ５技術 谷口忠大 講談社 2014年

6546 人間と機械のあいだ ５技術 池上高志　石黒浩 講談社 2016年

6547 ロボットの悲しみ ５技術 岡田美智男　松本光太郎 新曜社 2014年

6548 僕がロボットをつくる理由  教養みらい選書 ５技術 石黒浩 世界思想社 2018年

6549 ロボットの脅威 ５技術 マ－ティン・フォ－ド　松本剛史 日本経済新聞出版社 2015年

6550 ロボット  ＭＩＴエッセンシャル・ナレッジ・シリ－ズ ５技術 ジョン・ジョ－ダン　久村典子 日本評論社 2017年

6551 ロボット・ＡＩと法 ５技術 弥永真生　宍戸常寿 有斐閣 2018年

6552 実践ロボットプログラミング ５技術 藤吉弘亘　藤井隆司 近代科学社 2018年

6553 「リアル」を掴む！ ５技術 大西公平 東京電機大学出版局 2017年

6554 知能はどこから生まれるのか？ ５技術 大須賀公一 近代科学社 2018年

6555 アンドロイド基本原則 ５技術 漱石アンドロイド共同研究プロジェクト 日刊工業新聞社 2019年

6556 ロボティクス最前線 ５技術 日経産業新聞編集部 日本経済新聞出版社 2016年

6557 シミュレ－ションと数値計算の基礎  シリ－ズ知能機械工学 ５技術 山田宏尚　大坪克俊 共立出版 2018年

6558 モデリングとシミュレ－ション ５技術 平嶋洋一 コロナ社 2016年

6559 トコトンやさしい液晶の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 鈴木八十二　新居崎信也 日刊工業新聞社 2016年

6560 光エレクトロニクス入門 ５技術 左貝潤一 森北出版 2014年

6561 はじめての論理回路 ５技術 飯田全広 近代科学社 2018年

6562 半導体ナノシ－トの光機能  化学の要点シリ－ズ ５技術 伊田進太郎　日本化学会 共立出版 2018年

6563 走査透過電子顕微鏡の物理  基本法則から読み解く物理学最前線 ５技術 田中信夫　須藤彰三 共立出版 2018年

6564 走査型プロ－ブ顕微鏡  分析化学実技シリ－ズ ５技術 日本分析化学会　淺川雅 共立出版 2017年

6565 深海、もうひとつの宇宙 ５技術 北里洋 岩波書店 2014年

6566 ２１世紀の戦争テクノロジ－ ５技術
エヴァレット・カ－ル・ドルマン　桃井緑
美子

河出書房新社 2016年

6567 「技術」が変える戦争と平和 ５技術 道下徳成 芙蓉書房出版 2018年

6568 ぼくらの哀しき超兵器  岩波現代全書 ５技術 植木不等式 岩波書店 2015年

6569 武器ビジネス 上 ５技術 アンドル－・ファインスタイン　村上和久 原書房 2015年

6570 武器ビジネス 下 ５技術 アンドル－・ファインスタイン　村上和久 原書房 2015年

6571 サリン事件 ５技術 アンソニ・Ｔ．ツ 東京化学同人 2014年

6572 原爆を盗め！ ５技術 スティ－ヴ・シャンキン　梶山あゆみ 紀伊國屋書店 2015年

6573 届かなかった手紙 ５技術 大平一枝 ＫＡＤＯＫＡＷＡ 2017年

6574 鉱物の人類史 ５技術 サリ－ム・Ｈ・アリ　村尾智 青土社 2018年
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6575 錆の科学  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 堀石七生 日刊工業新聞社 2015年

6576 レア ５技術 キ－ス・ベロニ－ズ　渡辺正（化学） 化学同人 2016年

6577 ６４の事例からわかる金属腐食の対策 ５技術 藤井哲雄 森北出版 2016年

6578 炭鉱と「日本の奇跡」 ５技術 中澤秀雄　嶋﨑尚子 青弓社 2018年

6579 トコトンやさしい石油の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 藤田和男　島村常男 日刊工業新聞社 2014年

6580 石油と日本  新潮選書 ５技術 中嶋猪久生 新潮社 2015年

6581 激震原油安経済 ５技術 みずほ総合研究所 日本経済新聞出版社 2015年

6582 化学防災読本  プロブレムＱ＆Ａ ５技術 門奈弘己 緑風出版 2017年

6583 化学災害 ５技術 門奈弘己 緑風出版 2015年

6584 ファインバブル入門 ５技術 ファインバブル学会連合　寺坂宏一 日刊工業新聞社 2016年

6585 基礎式から学ぶ化学工学 ５技術 伊東章（化学工学） 化学同人 2017年

6586 Ｅｘｃｅｌで気軽に化学プロセス計算 ５技術 伊東章（化学工学） 丸善出版 2014年

6587 化学工学のための数学の使い方 ５技術 化学工学会　相良紘 丸善出版 2014年

6588 粉体の科学  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 内藤牧男　野田直希 日刊工業新聞社 2014年

6589 きちんと知りたい粒子分散液の作り方・使い方 ５技術 小林敏勝 日刊工業新聞社 2016年

6590 トコトンやさしい蒸留の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 大江修造 日刊工業新聞社 2015年

6591 トコトンやさしい燃料電池の本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ５技術 森田敬愛 日刊工業新聞社 2018年

6592 第一人者が明かす光触媒のすべて ５技術 藤嶋昭 ダイヤモンド社 2017年

6593 エネルギ－変換型光触媒  化学の要点シリ－ズ ５技術 日本化学会　久富隆史 共立出版 2017年

6594 ＳＤＳとＧＨＳがわかる本 ５技術 化学物質評価研究機構 丸善出版 2014年

6595 よくわかる製造業の化学物質管理 ５技術 傘木和俊 オ－ム社 2016年

6596 えっ！そうなの？！私たちを包み込む化学物質 ５技術 浦野紘平　浦野真弥 コロナ社 2018年

6597 トコトンやさしいヨウ素の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 海宝龍夫 日刊工業新聞社 2015年

6598 脂肪の歴史  「食」の図書館 ５技術 ミシェル・フィリポフ　服部千佳子 原書房 2016年

6599 トコトンやさしい洗浄の本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ５技術 日本産業洗浄協議会洗浄技術委員会 日刊工業新聞社 2017年

6600 化粧品のレオロジ－ ５技術 名畑嘉之 米田出版 2015年

6601 ロレアル「美」の戦略 ５技術
ベアトリス・コラン　ジャン＝フランソワ・
デルプランク

中央経済社 2018年

6602 わかる！使える！塗料入門 ５技術 小林敏勝 日刊工業新聞社 2018年

6603 トコトンやさしい染料・顔料の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 中澄博行　福井寛 日刊工業新聞社 2016年

6604 ポリマ－ブラシ  高分子基礎科学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ５技術 高分子学会　辻井敬亘 共立出版 2017年

6605 構造 １ 高分子基礎科学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ５技術 共立出版 2014年

6606 高分子ゲル  高分子基礎科学Ｏｎｅ　Ｐｏｉｎｔ ５技術 高分子学会　宮田隆志 共立出版 2017年

6607 基礎からわかる高分子材料  物質工学入門シリ－ズ ５技術 井上和人　清水秀信 森北出版 2015年

6608 トコトンやさしい高分子の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 扇澤敏明　柿本雅明 日刊工業新聞社 2017年

6609 トコトンやさしいプラスチック材料の本  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 高野菊雄 日刊工業新聞社 2015年

6610 トコトンやさしいナノセルロ－スの本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ５技術 ナノセルロ－スフォ－ラム 日刊工業新聞社 2017年

6611 図解よくわかるナノセルロ－ス ５技術 ナノセルロ－スフォ－ラム 日刊工業新聞社 2015年

6612 よくわかる炭素繊維コンポジット入門 ５技術 平松徹 日刊工業新聞社 2015年

6613 庖丁  シリ－ズ・ニッポン再発見 ５技術 信田圭造 ミネルヴァ書房 2017年

6614 ブル－ノ・タウトの緑の椅子 ５技術 緑の椅子リプロダクト研究会 Ｏｐａ　Ｐｒｅｓｓ 2018年

6615 トコトンやさしい紙と印刷の本  Ｂ＆Ｔブックス　今日からモノ知りシリ－ズ ５技術 前田秀一 日刊工業新聞社 2018年

6616 繊維の科学  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 日本繊維技術士センタ－ 日刊工業新聞社 2016年

6617 食品加工が一番わかる  しくみ図解シリ－ズ ５技術 永井毅 技術評論社 2015年

6618 食品の官能評価・鑑別演習 ５技術 日本フ－ドスペシャリスト協会 建帛社 2014年
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6619 食品加工・保蔵学  栄養科学シリ－ズＮＥＸＴ ５技術 海老原清　渡邊浩幸 講談社 2017年

6620 食品加工貯蔵学  新スタンダ－ド栄養・食物シリ－ズ ５技術 本間清一　村田容常 東京化学同人 2016年

6621 食品包装の科学  Ｂ＆Ｔブックス ５技術 日本食品包装協会　石谷孝佑 日刊工業新聞社 2016年

6622 「国民食」から「世界食」へ ５技術 川邉信雄 文眞堂 2017年

6623 ザ・ファッション・ビジネス ５技術 明治大学 同文舘出版 2015年

6624 ファッションビジネスの文化論 ５技術 内村理奈 北樹出版 2014年

6625 ファッション誌をひもとく ５技術 富川淳子 北樹出版 2017年

6626 ファッションビジネス戦略的ブランドマネジメント ５技術 馬塲正実 晃洋書房 2017年

6627 まなざしの装置 ５技術 平芳裕子 青土社 2018年

6628 モ－ド誌クロノロジ－ ５技術 横井由利 北樹出版 2017年

6629 ＣＧとゲ－ムの技術  メディア学大系 ５技術 三上浩司　渡辺大地 コロナ社 2016年

6630 ソ－シャルゲ－ムのビジネスモデル ５技術 田中辰雄　山口真一 勁草書房 2015年

6631 生活を科学する  「《生活環境学の知》を考える」シリ－ズ ５技術 横川公子　瀬口和義 光生館 2014年

6632 生活科学 ５技術 山本直成　浦上智子 オ－ム社 2014年

6633 論理回路講義ノ－ト ５技術 工藤栄亮 コロナ社 2018年

6634 リハビリメイク：見えてくる、メイクアップセラピ－という選択肢 ５技術 青木律：かづきれいこ 克誠堂出版 2016年

6635 あたらしいアンチエイジングスキンケア：食事、入浴、運動、睡眠からのアプロ－チ ５技術 江連智暢 日刊工業新聞社 2018年

6636 美容の科学 ５技術 日本コスメティック協会：川島眞 じほう 2018年

6637 化粧医学：リハビリメイクの心理と実践 ５技術 かづきれいこ 全日本病院出版会 2018年

6638 食の未来のためのフィ－ルドノ－ト 上 ５技術 ダン・バ－バ－　小坂恵理 ＮＴＴ出版 2015年

6639 人間は料理をする 上 ５技術 マイケル・ポ－ラン　野中香方子 ＮＴＴ出版 2014年

6640 人間は料理をする 下 ５技術 マイケル・ポ－ラン　野中香方子 ＮＴＴ出版 2014年

6641 料理と科学のおいしい出会い  Ｄｏｊｉｎ選書 ５技術 石川伸一 化学同人 2014年

6642 調理学  ステップアップ栄養・健康科学シリ－ズ ５技術 河内公恵 化学同人 2017年

6643 栄養士・管理栄養士をめざす人の調理・献立作成の基礎 ５技術 坂本裕子　森美奈子 化学同人 2017年

6644 泡をくうお話  クッカリ－サイエンス ５技術 畑江敬子　日本調理科学会 建帛社 2017年

6645 基礎調理学  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ５技術 大谷貴美子　松井元子 講談社 2017年

6646 調理科学のなぜ？ ５技術 松本仲子 朝日新聞出版 2017年

6647 調理学  新スタンダ－ド栄養・食物シリ－ズ ５技術 畑江敬子　香西みどり 東京化学同人 2016年

6648 だし＝うま味の事典 ５技術 星名桂治　栗原堅三 東京堂出版 2014年

6649 調理学 ５技術 日本フ－ドスペシャリスト協会 建帛社 2015年

6650 マスタ－調理学 ５技術 西堀すき江　安藤京子 建帛社 2014年

6651 マスタ－調理学 ５技術 西堀すき江　安藤京子 建帛社 2016年

6652 新調理学 ５技術 下村道子　和田淑子 光生館 2015年

6653 女子栄養大学料理のなるほど実験室 ５技術 吉田企世子　松田康子 女子栄養大学出版部 2019年

6654 新調理学実習 ５技術 宮下朋子　村元美代 同文書院 2016年

6655 調理学の基本 ５技術 中嶋加代子　山田志麻 同文書院 2018年

6656 調理科学実験  Ｎブックス　実験シリ－ズ ５技術 長尾慶子　香西みどり 建帛社 2018年

6657 医用音響工学 ５技術 伊東正安　望月剛 東京電機大学出版局 2014年

6658 絵とき構造力学 ５技術 石川敦　粟津清蔵 オ－ム社 2015年

6659 例題で学ぶ構造力学 １（静定編） ５技術 青木徹彦 コロナ社 2015年

6660 図説やさしい構造力学 ５技術 浅野清昭 学芸出版社（京都） 2017年

6661 構造力学 ５技術 後藤芳顯　小畑誠 技報堂出版 2014年

6662 構造工学の基礎と応用 ５技術 宮本裕 技報堂出版 2016年
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6663 科学技術の現況といま必要な倫理  広島修道大学テキストシリ－ズ ５技術 宮坂和男 晃洋書房 2019年

6664 はじめての技術者倫理 ５技術 北原義典 講談社 2015年

6665 できる技術者・研究者のための特許入門 ５技術 渕真悟 講談社 2014年

6666 特許の英語表現・文例集 ５技術 Ｗ．Ｃ．ロ－ランド　奥山尚一 講談社 2016年

6667 技術者・研究者のための特許検索デ－タベ－ス活用術 ５技術 小島浩嗣 秀和システム 2017年

6668 理工系のための実践・特許法 ５技術 古谷栄男 共立出版 2016年

6669 特許を取ろう！ ５技術 宮保憲治　岡田賢治 東京電機大学出版局 2017年

6670 なるほど図解商標法のしくみ  ＣＫ　ＢＯＯＫＳ ５技術 奥田百子 中央経済社 2017年

6671 商標法 ５技術 茶園成樹 有斐閣 2018年

6672 知的財産法判例教室 ５技術 正林真之 法学書院 2018年

6673 構造ディテ－ル図集 ５技術 山田憲明　多田脩二 オ－ム社 2016年

6674 直感で理解する！構造設計の基本 ５技術 山浦晋弘　日本建築協会 学芸出版社（京都） 2016年

6675 合成構造設計基準 ５技術 日本建築学会 日本建築学会 2014年

6676 シェル・空間構造の基礎理論とデザイン ５技術 大崎純　竹内徹 京都大学学術出版会 2019年

6677 直感で理解する！構造力学の基本 ５技術 山浦晋弘　日本建築協会 学芸出版社（京都） 2018年

6678 建築構造力学 １ ５技術 山田孝一郎　松本芳紀 森北出版 2015年

6679 企業に広がる都市の木づかい ５技術
国土緑化推進機構　日本プロジェクト産
業協議会

日経ＢＰ社 2015年

6680 世界の木造デザイン ５技術 日経ア－キテクチュア 日経ＢＰ社 2017年

6681 階段空間の解体新書 ５技術 田中智之 彰国社 2018年

6682 窓から建築を考える ５技術 五十嵐太郎　東北大学 彰国社 2014年

6683 名作住宅から学ぶ窓廻りディテ－ル図集 ５技術 堀啓二　共立女子大学 オ－ム社 2016年

6684 災害に強い建築物  東京安全研究所・都市の安全と環境シリ－ズ ５技術 高口洋人　山田一輝 早稲田大学出版部 2018年

6685 なぜ新耐震住宅は倒れたか ５技術 日経ホ－ムビルダ－編集部 日経ＢＰ社 2016年

6686 建築物の振動に関する居住性能評価基準・同解説 ５技術 日本建築学会 日本建築学会 2018年

6687 集合住宅の騒音防止設計入門 ５技術 安藤啓　中川清 学芸出版社（京都） 2017年

6688 大西麻貴＋百田有希／ｏ＋ｈ／８　ｓｔｏｒｉｅｓ  現代建築家コンセプト・シリ－ズ ５技術 大西麻貴　百田有希 ＬＩＸＩＬ出版 2014年

6689 藤村龍至／プロトタイピング－模型とつぶやき  現代建築家コンセプト・シリ－ズ ５技術 藤村龍至　五十嵐太郎 ＬＩＸＩＬ出版 2014年

6690 オンデザインの実験  ＴＯＴＯ建築叢書 ５技術 西田司　オンデザイン ＴＯＴＯ出版 2018年

6691 ビハインド・ザ・ラインズＴＹＩＮテ－ネステュエ ５技術
ＴＹＩＮテ－ネステュエ・ア－キテクツ　ア
ンドレア・シャイダ

ＴＯＴＯ出版 2014年

6692 シェア空間の設計手法 ５技術 猪熊純　成瀬友梨 学芸出版社（京都） 2016年

6693 住宅プレゼンテ－ション・テクニック ５技術 瀬川洋文 彰国社 2014年

6694 世界で一番美しい建築デザインの教科書 ５技術 鈴木敏彦　松下希和 エクスナレッジ 2018年

6695 日本の建築ディテ－ル１９６４→２０１４ ５技術 彰国社 彰国社 2016年

6696 建築のサプリメント ５技術 小野田泰明　鈴木雅之（建築学） 彰国社 2014年

6697 建築のリテラシ－ ５技術 遠藤政樹　石原健也 彰国社 2018年

6698 事例で読む建築計画 ５技術 高柳英明　鈴木雅之 彰国社 2015年

6699 共生のユニバ－サルデザイン ５技術 三星昭宏　高橋儀平 学芸出版社（京都） 2014年

6700 最高の工事写真の撮り方 ５技術 中野裕 エクスナレッジ 2018年

6701 塗装工事の知識 ５技術 高橋孝治 鹿島出版会 2016年

6702 絵でつづる塗り壁が生まれた風景 ５技術 小林澄夫　村尾かずこ 農山漁村文化協会 2018年

6703 高齢者施設  建築設計テキスト ５技術
建築設計テキスト編集委員会　山田あ
すか

彰国社 2017年

6704 ル・コルビュジエの浮かぶ建築 ５技術
ミシェル・カンタル・デュパ－ル　古賀順
子

鹿島出版会 2018年

6705 認知症にやさしい環境デザイン ５技術 Ｃ・カニンガム　Ｍ・マ－シャル 鹿島出版会 2018年

6706 知的障害者施設 ５技術 砂山憲一 学芸出版社（京都） 2017年

316



Ｎｏ タイトル 分類 著者 出版社 出版年

図書等一覧（主な専門書・新規）

6707 福祉転用による建築・地域のリノベ－ション ５技術 森一彦　加藤悠介 学芸出版社（京都） 2018年

6708 日本木造校舎大全 ５技術 角皆尚宏 辰巳出版 2017年

6709 保育施設  建築設計テキスト ５技術 山田あすか　藤田大輔 彰国社 2017年

6710 日本のビルベスト１００ ５技術 ＠関西人 エクスナレッジ 2016年

6711 高層建築が一番わかる  しくみ図解シリ－ズ ５技術 五十嵐太郎　佐藤考一 技術評論社 2014年

6712 バリアフリ－住宅読本 ５技術
高齢者住環境研究所　バリアフリ－デ
ザイン研究会

三和書籍 2016年

6713 住まいの環境デザイン  放送大学教材 ５技術 梅干野晁　田中稲子 放送大学教育振興会 2018年

6714 世界で一番楽しい建物できるまで図鑑　木造住宅 ５技術 瀬川康秀　大野隆司（建築学） エクスナレッジ 2018年

6715 耐震シェルタ－がわかる本 ５技術 前田邦江　耐震シェルタ－普及会 学芸出版社（京都） 2017年

6716 住宅・集合住宅 ５技術 長谷川逸子
長谷川逸子・建築計画工
房

2014年

6717 住環境のバリアフリ－・ユニバ－サルデザイン ５技術 野村歓　植田瑞昌 彰国社 2015年

6718 住まいのデザインノ－ト ５技術 石井秀樹 エクスナレッジ 2019年

6719 建築のスケ－ル感 ５技術 中山繁信　傳田剛史 オ－ム社 2018年

6720 住宅リノベ－ション図集 ５技術 魚谷繁礼建築研究所 オ－ム社 2016年

6721 図解住まいの寸法 ５技術 堀野和人　黑田吏香 学芸出版社（京都） 2017年

6722 併用住宅  建築設計テキスト ５技術 積田洋　金子友美 彰国社 2016年

6723 カタチから考える住宅発想法 ５技術 大塚篤 彰国社 2016年

6724 住宅設計と環境デザイン ５技術 小泉雅生 オ－ム社 2015年

6725 図解入門現場で役立つ建築図面の基本と実際 ５技術 渋田雄一 秀和システム 2018年

6726 プロセスでわかる住宅の設計・施工 ５技術 鈴木敏彦　半田雅俊 彰国社 2016年

6727 住宅デザインの実際 ５技術 黒澤和隆 共立出版 2018年

6728 団地再生まちづくり ４ 文化とまちづくり叢書 ５技術 団地再生支援協会　団地再生研究会 水曜社 2015年

6729 四谷コ－ポラス ５技術 志岐祐一　松本真澄 鹿島出版会 2018年

6730 大規模改修によるマンションのグレ－ドアップ事例集 ５技術 梶浦恒男　集合住宅維持管理機構 彰国社 2016年

6731 建築家のための住宅設備設計ノ－ト ５技術 知久昭夫 鹿島出版会 2014年

6732 デザイナ－のための住宅設備設計「術」 ５技術 高柳英明　添田貴之 彰国社 2016年

6733 吾家の設備  ヴォ－リズ著作集 ５技術
ウィリアム・メレル・ヴォ－リズ　一粒社
ヴォ－リズ建築事務所

創元社 2017年

6734 空調設備が一番わかる  しくみ図解シリ－ズ ５技術 大高敏男　佐々木美弥 技術評論社 2016年

6735 世界で一番やさしい照明  世界で一番やさしい建築シリ－ズ ５技術 安齋哲 エクスナレッジ 2018年

6736 安東陽子／テキスタイル・空間・建築  現代建築家コンセプト・シリ－ズ ５技術 安東陽子 ＬＩＸＩＬ出版 2015年

6737 クリエイティブビジネス論  地域デザイン学会叢書 ６産業 地域デザイン学会 学文社 2017年

6738 凡人のための地域再生入門 ６産業 木下斉 ダイヤモンド社 2018年

6739 まちで闘う方法論 ６産業 木下斉 学芸出版社（京都） 2016年

6740 まちをひらく技術 ６産業 オ－プンシティ研究会　岡村祐 学芸出版社（京都） 2017年

6741 世界の地方創生 ６産業 松永安光　徳田光弘 学芸出版社（京都） 2017年

6742 地域イノベ－ションのためのトポスデザイン  地域デザイン学会叢書 ６産業 地域デザイン学会　原田保 学文社 2018年

6743 〈まちなか〉から始まる地方創生 ６産業 福川裕一　城所哲夫 岩波書店 2018年

6744 これからの地域再生  犀の教室　Ｌｉｂｅｒａｌ　Ａｒｔｓ　Ｌａｂ ６産業 飯田泰之　浅川芳裕 晶文社 2017年

6745 コミュニティ３．０  文化とまちづくり叢書 ６産業 中庭光彦 水曜社 2017年

6746 地方創生２．０ ６産業 神尾文彦　松林一裕 東洋経済新報社 2016年

6747 プレイス・ブランディング ６産業 電通ａｂｉｃ　ｐｒｏｊｅｃｔ　若林宏保 有斐閣 2018年

6748 地域産業政策論  広島修道大学学術選書 ６産業 太田耕史郎 勁草書房 2016年

6749 地域資源とコミュニティ・デザイン ６産業 三好　皓一　四本　幸夫 晃洋書房 2017年

6750 地域協働のマネジメント ６産業 佐々木利廣　大阪ＮＰＯセンタ－ 中央経済社 2018年
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6751 地方創生への挑戦 ６産業
熊本県立大学総合管理学部ＣＯＣ事業
プロジ

中央経済社 2018年

6752 地域創生のプレミアム（付加価値）戦略 ６産業 山崎朗　鍋山徹 中央経済社 2018年

6753 日本社会の活力再構築 ６産業 田中道雄　濱田恵三 中央経済社 2018年

6754 グロ－バル化時代の地方自治体産業政策 ６産業 藤原直樹 追手門学院大学出版会 2018年

6755 地域おこし協力隊 ６産業 椎川忍　小田切徳美 学芸出版社（京都） 2015年

6756 ア－トの力と地域イノベ－ション  文化とまちづくり叢書 ６産業 本田洋一 水曜社 2016年

6757 フットパスによるまちづくり  文化とまちづくり叢書 ６産業 神谷由紀子 水曜社 2014年

6758 実践ソ－シャルイノベ－ション ６産業 野中郁次郎　廣瀬文乃 千倉書房 2014年

6759 地域創生イノベ－ション ６産業 忽那憲治　山田幸三 中央経済社 2016年

6760 地域創生のデザイン ６産業 山崎朗 中央経済社 2015年

6761 未来につなげる地方創生 ６産業
内閣府地方創生人材支援制度派遣者
編集チ－

日経ＢＰ社 2016年

6762 地方イノベ－ション ６産業 池田弘 日経ＢＰ社 2017年

6763 地方創生は日本を救うか ６産業 小川克彦　山口信弥 ＮＴＴ出版 2017年

6764 地域創生の戦略と実践 ６産業 濱田恵三　伊藤浩平 晃洋書房 2018年

6765 何が「地方」を起こすのか ６産業 中村稔 国書刊行会 2016年

6766 格差社会と地域づくり ６産業 北村修二 大学教育出版 2014年

6767 シティプロモ－ション：地域創生とまちづくり ６産業 田中道雄　テイラ－雅子 同文舘出版 2017年

6768 地域活性化の情報戦略 ６産業 安藤明之　森岡宏行 芙蓉書房出版 2017年

6769 環境復興 ６産業 川﨑興太 八朔社 2018年

6770 人口減少社会と地域力の創造 ６産業 澁谷彰久　波木井昇 日本評論社 2016年

6771 地方のための経営学 ６産業 桂信太郎　那須清吾 千倉書房 2015年

6772 現代の産業・企業と地域経済 ６産業 大西勝明　小阪隆秀 晃洋書房 2018年

6773 地域産業の永続性 ６産業 尹大栄 中央経済社 2014年

6774 地域創生の産業システム  文化とまちづくり叢書 ６産業 十名直喜 水曜社 2015年

6775 日はまた高く産業競争力の再生 ６産業 元橋一之 日本経済新聞出版社 2014年

6776 地域産業のイノベ－ションシステム ６産業 山崎朗　戸田順一郎 学芸出版社（京都） 2019年

6777 明治日本の産業革命遺産・強制労働Ｑ＆Ａ ６産業 竹内康人 社会評論社 2018年

6778 経済が競争でない時代 ６産業 大庫直樹 中央公論新社 2018年

6779 家業という文化装置 ６産業 出島二郎 美学出版 2018年

6780 震災復興と地域産業 ５ ６産業 関満博　松永桂子 新評論 2014年

6781 震災復興と地域産業 ６ ６産業 関満博 新評論 2015年

6782 世界を動かす地域産業の底力 ６産業 中沢孝夫 筑摩書房 2016年

6783 熊本地震と地域産業 ６産業 伊東維年　鹿嶋洋 日本評論社 2018年

6784 ロジカル・シンキング練習帳：論理的な考え方と書き方の基本を学ぶ５１問 ６産業 照屋華子 東洋経済新報社 2018年

6785 マ－ケティングのための統計分析 ６産業 生田目崇 オ－ム社 2017年

6786 ブル－・オ－シャン戦略  Ｈａｒｖａｒｄ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｐｒｅｓｓ ６産業 Ｗ．チャン・キム　レネ・モボルニュ ダイヤモンド社 2015年

6787 デ－タ・ドリブン・マ－ケティング ６産業 マ－ク・ジェフリ－　佐藤純 ダイヤモンド社 2017年

6788 ブランド論 ６産業 デ－ヴィド・Ａ．ア－カ－　阿久津聡 ダイヤモンド社 2014年

6789 マ－ケティングの教科書 ６産業 ハ－バ－ド・ビジネス・レビュ－編集部 ダイヤモンド社 2017年

6790 ケ－スで学ぶマ－ケティング  Ｍｉｎｅｒｖａ　ｔｅｘｔ　ｌｉｂｒａｒｙ ６産業 井原久光 ミネルヴァ書房 2014年

6791 実践的グロ－バル・マ－ケティング  シリ－ズ・ケ－スで読み解く経営学 ６産業 大石芳裕 ミネルヴァ書房 2017年

6792 よくわかる現代マ－ケティング  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ６産業 陶山計介　鈴木雄也 ミネルヴァ書房 2017年

6793 サブスクリプション・マ－ケティング ６産業 アン・Ｈ・ジャンザ－　小巻靖子 英治出版 2017年

6794 マ－ケティングに使える「家計調査」 ６産業 吉本佳生 講談社 2015年
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6795 グロ－バル・ブランディング  碩学舎ビジネス双書 ６産業 松浦祥子 碩学舎 2014年

6796 コトラ－世界都市間競争  碩学舎ビジネス双書 ６産業 フィリップ・コトラ－　ミルトン・コトラ－ 碩学舎 2015年

6797 マ－ケティング・ケ－ススタディ  碩学舎ビジネス双書 ６産業 池尾恭一 碩学舎 2015年

6798 寄り添う力  碩学舎ビジネス双書 ６産業 石井淳蔵 碩学舎 2014年

6799 マ－ケティング戦略は、なぜ実行でつまずくのか  碩学叢書 ６産業 鈴木隆 碩学舎 2016年

6800 １からのグロ－バル・マ－ケティング ６産業 小田部正明　栗木契 碩学舎 2017年

6801 １からのマ－ケティング・デザイン ６産業 石井淳蔵　廣田章光 碩学舎 2016年

6802 ダイバ－シティとマ－ケティング  実践と応用シリ－ズ ６産業 四元正弘　千羽ひとみ 宣伝会議 2017年

6803 デジタルで変わるマ－ケティング基礎  宣伝会議マ－ケティング選書 ６産業 宣伝会議編集部　野口恭平 宣伝会議 2016年

6804 顧客視点の企業戦略 ６産業 藤崎実　徳力基彦 宣伝会議 2017年

6805 技術マ－ケティング戦略 ６産業 高橋透 中央経済社 2016年

6806 ブランド評価手法  シリ－ズ〈マ－ケティング・エンジニアリング〉 ６産業 守口剛　佐藤栄作 朝倉書店 2014年

6807 マ－ケティングの統計モデル  統計解析スタンダ－ド ６産業 佐藤忠彦 朝倉書店 2015年

6808 マ－ケティング  カ－ル教授のビジネス集中講義 ６産業 平野敦士カ－ル 朝日新聞出版 2015年

6809 コトラ－のマ－ケティング４．０ ６産業
フィリップ・コトラ－　ヘルマワン・カルタ
ジャヤ

朝日新聞出版 2017年

6810 ブランディングの科学 ６産業 バイロン・シャ－プ　前平謙二 朝日新聞出版 2018年

6811 ＣＸ（カスタマ－・エクスペリエンス）戦略 ６産業 田中達雄 東洋経済新報社 2018年

6812 キ－パ－ソン・マ－ケティング ６産業 山本晶 東洋経済新報社 2014年

6813 グッドワ－クス！ ６産業
フィリップ・コトラ－　デビッド・ヘッセキエ
ル

東洋経済新報社 2014年

6814 コトラ－の「予測不能時代」のマネジメント ６産業
フィリップ・コトラ－　ジョン・Ａ・キャスリ
オ－ネ

東洋経済新報社 2018年

6815 デジタルマ－ケティングの教科書 ６産業 牧田幸裕 東洋経済新報社 2017年

6816 市場戦略の読み解き方 ６産業 沼上幹　一橋大学 東洋経済新報社 2017年

6817 マ－ケティングは進化する ６産業 水野誠 同文舘出版 2014年

6818 価値共創とマ－ケティング論 ６産業 村松潤一 同文舘出版 2015年

6819 顧客ロイヤルティ戦略：ケ－スブック ６産業 内田和成　余田拓郎 同文舘出版 2015年

6820 日本企業のアジア・マ－ケティング戦略 ６産業 マ－ケティング史研究会 同文舘出版 2014年

6821 ＢｔｏＢマ－ケティングの基本 ６産業 ＩＴｐｒｏマ－ケティング 日経ＢＰ社 2015年

6822 情報化社会におけるマ－ケティング  専修大学商学研究所叢書 ６産業 岩尾詠一郎 白桃書房 2014年

6823 マ－ケティング論  放送大学教材 ６産業 芳賀康浩　平木いくみ 放送大学教育振興会 2017年

6824 マ－ケティングをつかむ  ＴＥＸＴＢＯＯＫＳ　ＴＳＵＫＡＭＵ ６産業 黒岩健一郎　水越康介 有斐閣 2018年

6825 グロ－バル・マ－ケティング戦略  有斐閣アルマ ６産業 三浦俊彦　丸谷雄一郎 有斐閣 2017年

6826 マ－ケティング・エンジニアリング入門  有斐閣アルマ ６産業 上田雅夫　生田目崇 有斐閣 2017年

6827 マ－ケティング戦略  有斐閣アルマ ６産業 和田充夫　恩蔵直人 有斐閣 2016年

6828 ケ－スに学ぶマ－ケティング  有斐閣ブックス ６産業 青木幸弘 有斐閣 2015年

6829 ブランド戦略全書 ６産業 田中洋（マ－ケティング） 有斐閣 2014年

6830 感覚マ－ケティング ６産業 アラドナ・クリシュナ　平木いくみ 有斐閣 2016年

6831 入門・マ－ケティング戦略 ６産業 池尾恭一 有斐閣 2016年

6832 Ｒによるデ－タ駆動マ－ケティング ６産業 豊田裕貴 オ－ム社 2017年

6833 はじめてのマ－ケティング ６産業 小川進　北村裕花 千倉書房 2016年

6834 中小企業マ－ケティング ６産業 田中道雄 中央経済社 2014年

6835 ケ－スブック価値共創とマ－ケティング論 ６産業 村松潤一 同文舘出版 2016年

6836 グロ－バル・ブランド・イメ－ジ戦略 ６産業 古川裕康 白桃書房 2016年

6837 マ－ケティング零 ６産業 大石芳裕 白桃書房 2015年

6838 コトラ－競争力を高めるマ－ケティング ６産業
フィリップ・コトラ－　ヘルマワン・カルタ
ジャヤ

丸善出版 2018年
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6839 マ－ケティング・オン・ビジネス ６産業 有馬賢治　岡本純 新世社（渋谷区） 2015年

6840 マ－ケティング理論の焦点 ６産業 堀越比呂志　松尾洋治 中央経済社 2017年

6841 知識マ－ケティング ６産業 冨田健司 中央経済社 2015年

6842 ４Ａ・オブ・マ－ケティング ６産業
ジャグディシュ・Ｎ．シェス　ラジェンドラ・
シソ－ディア

同文舘出版 2014年

6843 ネットビジネス・ケ－スブック ６産業 荻原猛　田中洋（マ－ケティング） 同文舘出版 2017年

6844 先を読むマ－ケティング ６産業 中田善啓　西村順二 同文舘出版 2016年

6845 マ－ケティングの本質 ６産業 ＡＤＥＸ　ＳＹＮＲＩラボ 日本経済新聞出版社 2018年

6846 競争を味方につけるマ－ケティング ６産業 勝又壮太郎　西本章宏 有斐閣 2016年

6847 サ－ビスデ－タ解析入門 ６産業 椿美智子 オ－ム社 2018年

6848 地場産業の高価格ブランド戦略 ６産業 長沢伸也　西村修 晃洋書房 2015年

6849 成熟社会とマ－ケティング・イノベ－ション ６産業 広垣光紀 千倉書房 2016年

6850 ＢｔｏＢ事業のための成分ブランディング ６産業 余田拓郎 中央経済社 2016年

6851 マ－ケティング・マインドとイノベ－ション ６産業 田口冬樹 白桃書房 2017年

6852 マ－ケティングの批判精神 ６産業 折笠和文 白桃書房 2016年

6853 市場流通に関する諸問題 ６産業 Ａ．Ｗ．ショ－　丹下博文 白桃書房 2018年

6854 日本型マ－ケティングの進化と未来 ６産業 新津重幸 白桃書房 2017年

6855 入門／マ－ケティング論 ６産業 草野素雄 八千代出版 2014年

6856 入門／マ－ケティング論 ６産業 草野素雄 八千代出版 2017年

6857 コ－ズ・リレ－テッド・マ－ケティング ６産業 世良耕一 北樹出版 2017年

6858 グロ－ビスＭＢＡマ－ケティング ６産業 グロ－ビス経営大学院 ダイヤモンド社 2019年

6859 マ－ケティング戦略論 ６産業 西田安慶　城田吉孝 学文社 2019年

6860 価値づくりマ－ケティング ６産業 上原征彦　大友純 丸善出版 2014年

6861 現代マ－ケティングの論理 ６産業 斉藤保昭 成文堂 2015年

6862 エリア・マ－ケティングア－キテクチャ－ ６産業 岩田貴子 税務経理協会 2017年

6863 成熟消費時代の生活者起点マ－ケティング ６産業 三村優美子　朴正洙 千倉書房 2018年

6864 Ｗｈｙを考える！マ－ケティングの力 ６産業 池田信寛 中央経済社 2018年

6865 グロ－バル・マ－ケティング零 ６産業 大石芳裕 白桃書房 2017年

6866 マ－ケティング・コミュニケ－ション ６産業 クリス・フィル　サラ・タ－ンブル 白桃書房 2018年

6867 マ－ケティング講義ノ－ト ６産業 滋野英憲　辻幸恵 白桃書房 2018年

6868 マ－ケティング論 ６産業 新津重幸　庄司真人 白桃書房 2017年

6869 ハッキング・マ－ケティング ６産業 スコット・ブリンカ－　東方雅美 翔泳社 2017年

6870 新流通・マ－ケティング入門 ６産業 金弘錫　美藤信也 成山堂書店 2017年

6871 貿易政策と国際経済関係 ６産業 秋山憲治（経済学） 同文舘出版 2017年

6872 標準化と国際貿易 ６産業 小山久美子 御茶の水書房 2016年

6873 ＴＰＰ交渉の論点と日本 ６産業 石川幸一　馬田啓一 文眞堂 2014年

6874 体系的な新国際ビジネスのコミュニケ－ション ６産業 岡本祥子　亀山修一 白桃書房 2015年

6875 観光学ガイドブック ６産業 大橋昭一　橋本和也 ナカニシヤ出版 2014年

6876 ツ－リズム・モビリティ－ズ ６産業 遠藤英樹 ミネルヴァ書房 2017年

6877 多文化時代の観光学 ６産業 高山陽子 ミネルヴァ書房 2017年

6878 入門観光学 ６産業 竹内正人　竹内利江 ミネルヴァ書房 2018年

6879 ＣＳＶ観光ビジネス ６産業 藤野公孝　高橋一夫 学芸出版社（京都） 2014年

6880 スポ－ツツ－リズム・ハンドブック ６産業 日本スポ－ツツ－リズム推進機構 学芸出版社（京都） 2015年

6881 産業観光の手法 ６産業 産業観光推進会議 学芸出版社（京都） 2014年

6882 観光とサ－ビスの心理学 ６産業 前田勇 学文社 2015年
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6883 観光情報学入門 ６産業 観光情報学会　松原仁 近代科学社 2015年

6884 観光経済学の基礎講義 ６産業 中平千彦　藪田雅弘 九州大学出版会 2017年

6885 観光産業論  観光学全集 ６産業 溝尾良隆　安島博幸 原書房 2015年

6886 「観光まちづくり」再考  地域づくり叢書 ６産業 安福恵美子 古今書院 2016年

6887 ジオツ－リズムとエコツ－リズム  地域づくり叢書 ６産業 深見聡 古今書院 2014年

6888 コンテンツツ－リズム入門 ６産業 増淵敏之　溝尾良隆 古今書院 2014年

6889 観光サ－ビス論 ６産業 安田亘宏 古今書院 2015年

6890 観光学 ６産業 溝尾良隆 古今書院 2015年

6891 第３版　観光学入門 ６産業 中尾清　浦　達雄 晃洋書房 2017年

6892 現代観光学  ワ－ドマップ ６産業 遠藤英樹　橋本和也 新曜社 2019年

6893 現代の観光事業論 ６産業 藤井秀登 税務経理協会 2014年

6894 １からの観光事業論 ６産業 高橋一夫　柏木千春 碩学舎 2016年

6895 観光マ－ケティングの現場 ６産業 吉田春生 大学教育出版 2016年

6896 自然ツ－リズム学  よくわかる観光学 ６産業 菊地俊夫　有馬貴之 朝倉書店 2015年

6897 文化ツ－リズム学  よくわかる観光学 ６産業 菊地俊夫　松村公明 朝倉書店 2016年

6898 現代観光のダイナミズム ６産業 米浪信男 同文舘出版 2018年

6899 新・観光を学ぶ ６産業 太田実　中島智 八千代出版 2017年

6900 コンテンツツ－リズム研究 ６産業 岡本健（観光社会学） 福村出版 2015年

6901 観光社会学２．０ ６産業 須藤廣　遠藤英樹 福村出版 2018年

6902 観光学事始め ６産業 井口貢　片山明久 法律文化社 2015年

6903 ボ－ダ－ツ－リズム ６産業 岩下明裕　花松泰倫 北海道大学出版会 2017年

6904 観光と情報システム ６産業 中谷秀樹　清水久仁子 流通経済大学出版会 2018年

6905 観光立国論 ６産業 戸崎肇 現代書館 2017年

6906 観光政策への学際的アプロ－チ ６産業 高崎経済大学地域科学研究所 勁草書房 2016年

6907 観光立国日本への提言 ６産業 長谷川惠一　早稲田大学 成文堂 2016年

6908 「おもてなし」の日本文化誌 ６産業 富田昭次 青弓社 2017年

6909 まちづくり×インバウンド成功する「７つの力」 ６産業 中村好明 朝日出版社 2016年

6910 インバウンドビジネス入門講座 ６産業 村山慶輔　やまとごころ編集部 翔泳社 2018年

6911 イスラミック・ツ－リズムの勃興 ６産業 安田慎 ナカニシヤ出版 2016年

6912 地域観光マ－ケティング戦略構築のあり方 ６産業 劉明 くんぷる 2017年

6913
観光ＤＭＯ設計・運営のポイント  ＤＢＪ　ＢＯＯＫｓ　日本政策投資銀行Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｒｅ
ｓ

６産業 日本政策投資銀行地域企画部
ダイヤモンド・ビジネス企
画

2017年

6914 ＤＭＯ観光地経営のイノベ－ション ６産業 高橋一夫 学芸出版社（京都） 2017年

6915 地域創造のための観光マネジメント講座 ６産業
観光力推進ネットワ－ク・関西　日本観
光研究学会

学芸出版社（京都） 2016年

6916 観光先進国をめざして ６産業 田川博己 中央経済社 2018年

6917 観光ビジネス・エコノミクス概論 ６産業 伊藤昭男 批評社 2017年

6918 インバウンドの消費促進と地域経済活性化 ６産業 日本交通公社 ぎょうせい 2018年

6919 インバウンドでチャンスをつかめ ６産業 日本政策金融公庫総合研究所 経団連出版 2018年

6920 観光計画論 １ 観光学全集 ６産業 梅川智也 原書房 2018年

6921 観光ＭＩＣＥ ６産業 田部井正次郎 古今書院 2017年

6922 インバウンド観光入門 ６産業 矢ケ崎紀子 晃洋書房 2017年

6923 福祉国家の観光開発 ６産業 薮長千乃　藤本祐司 彩流社 2018年

6924 ロ－カルコンテンツと地域再生 ６産業 増淵敏之 水曜社 2018年

6925 地域が稼ぐ観光 ６産業 大羽昭仁 宣伝会議 2018年

6926 地域観光事業のススメ方 ６産業 井門隆夫 大学教育出版 2017年

6927 コンテンツが拓く地域の可能性 ６産業 大谷尚之　松本淳 同文舘出版 2018年
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6928 地域活性化のための観光みやげマ－ケティング ６産業 荒木長照　辻本法子
大阪公立大学共同出版
会

2017年

6929 世界をもてなす語学ボランティア入門 ６産業 イ－オン 朝日出版社 2017年

6930 通訳ガイド用語辞典 ６産業 岸貴介 法学書院 2018年

6931 まちのゲストハウス考 ６産業 真野洋介　片岡八重子 学芸出版社（京都） 2017年

6932 ホテル・ビジネス・ブック ６産業 仲谷秀一　マサコ・テイラ－ 中央経済社 2016年

6933 サプライチェ－ンが生み出す競争優位 ６産業 樋口徹 中央経済社 2018年

6934 流通・マ－ケティング革新の展開 ６産業 渦原実男 同文舘出版 2017年

6935 流通イノベ－ションへの挑戦 ６産業 田口冬樹 白桃書房 2016年

6936 災害に学ぶ ７芸術 木部暢子 勉誠出版 2015年

6937 被災写真救済の手引き ７芸術
陸前高田被災資料デジタル化プロジェ
クト

国書刊行会 2016年

6938 音楽と建築 ７芸術 ヤニス・クセナキス　高橋悠治 河出書房新社 2017年

6939 音楽家と医師のための音楽家医学入門 ７芸術 根本孝一　酒井直隆 協同医書出版社 2013年

6940 響きあう身体 ７芸術 山田陽一 春秋社 2017年

6941 音楽心理学入門 ７芸術 星野悦子 誠信書房 2015年

6942 音楽と病のポリフォニ－ ７芸術 小林聡幸 アルテスパブリッシング 2018年

6943 よくわかるスポ－ツマ－ケティング  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ７芸術 仲澤眞　吉田政幸 ミネルヴァ書房 2017年

6944 スポ－ツ都市戦略 ７芸術 原田宗彦 学芸出版社（京都） 2016年

6945 スポ－ツガバナンスとマネジメント  ＳＰＯＲＴＳ　ＰＥＲＳＰＥＣＴＩＶＥ　ＳＥＲＩＥＳ ７芸術 相原正道　上田慈夢 晃洋書房 2018年

6946 スポ－ツマ－ケティング論  ＳＰＯＲＴＳ　ＰＥＲＳＰＥＣＴＩＶＥ　ＳＥＲＩＥＳ ７芸術 相原正道　林恒宏 晃洋書房 2018年

6947 スポ－ツ産業論  ＳＰＯＲＴＳ　ＰＥＲＳＰＥＣＴＩＶＥ　ＳＥＲＩＥＳ ７芸術 相原正道　庄子博人 晃洋書房 2018年

6948 スポ－ツマネジメント論 ７芸術 吉田良治 昭和堂（京都） 2015年

6949 プロスポ－ツ・ビジネス羅針盤 ７芸術 西野努　藤原兼蔵 税務経理協会 2014年

6950 スポ－ツマ－ケティング  スポ－ツビジネス叢書 ７芸術 原田宗彦　藤本淳也 大修館書店 2018年

6951 スポ－ツマネジメント  スポ－ツビジネス叢書 ７芸術 原田宗彦　小笠原悦子 大修館書店 2015年

6952 スポ－ツと国際協力 ７芸術 齊藤一彦　岡田千あき 大修館書店 2015年

6953 スポ－ツ・マネジメント入門 ７芸術 広瀬一郎 東洋経済新報社 2014年

6954 最新スポ－ツビジネスの基礎  スポ－ツの未来を考える ７芸術 新日本有限責任監査法人 同文舘出版 2016年

6955 基本・スポ－ツマネジメント ７芸術 畑攻　小野里真弓 大修館書店 2017年

6956 Ｓｐｏｒｔ２．０ ７芸術 アンディ・ミア　田総恵子 ＮＴＴ出版 2018年

6957 テキスト体育・スポ－ツ経営学 ７芸術 柳沢和雄　木村和彦 大修館書店 2017年

6958 教養としてのアダプテッド体育・スポ－ツ学 ７芸術 齊藤まゆみ 大修館書店 2018年

6959 “平和学”としてのスポ－ツ法入門 ７芸術 辻口信良 民事法研究会 2017年

6960 スポ－ツ法務の最前線 ７芸術 エンタ－テインメント・ロイヤ－ズ・ネット 民事法研究会 2015年

6961 スポ－ツビジネスを知るための基礎知識 ７芸術 浦久保和哉 文眞堂 2018年

6962 スポ－ツマネジメント実践の現状と課題 ７芸術 大野貴司 三恵社 2018年

6963 スポ－ツマネジメント入門 ７芸術 西野努 産業能率大学出版部 2017年

6964 スポ－ツ法へのファ－ストステップ ７芸術 石堂典秀　建石真公子 法律文化社 2018年

6965 スポ－ツを１０倍楽しむ統計学  Ｄｏｊｉｎ選書 ７芸術 鳥越規央 化学同人 2015年

6966 健康・スポ－ツ科学のためのやさしい統計学 ７芸術 出村慎一　山次俊介 杏林書院 2011年

6967 子どもの遊び・運動・スポ－ツ ７芸術 浅見俊雄　福永哲夫 市村出版 2015年

6968 ＰＴ・ＯＴ・ＰＯ身体運動の理解につなげる物理学 ７芸術 江原義弘　山本澄子 南江堂 2015年

6969 よくわかるスポ－ツとジェンダ－  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ７芸術 飯田貴子　熊安貴美江 ミネルヴァ書房 2018年

6970 よくわかるスポ－ツ人類学  やわらかアカデミズム・〈わかる〉シリ－ズ ７芸術 寒川恒夫 ミネルヴァ書房 2017年

6971 スポ－ツの可能性とインテグリティ  スポ－ツの未来を考える ７芸術 ＥＹ新日本有限責任監査法人 同文舘出版 2018年

6972 デ－タでみるスポ－ツとジェンダ－ ７芸術 日本スポ－ツとジェンダ－学会 八千代出版 2016年

6973 スポ－ツと震災復興 ７芸術 中村祐司 成文堂 2016年
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6974 実践で学ぶ！学生の社会貢献 ７芸術 田中暢子　松本格之祐 成文堂 2018年

6975 スポ－ツ・運動・パフォ－マンスの心理学  はじめて学ぶ健康・スポ－ツ科学シリ－ズ ７芸術 高見和至　葦原摩耶子 化学同人 2016年

6976 新スポ－ツ心理学  やさしいスチュ－デントトレ－ナ－シリ－ズ ７芸術 伊達萬里子 嵯峨野書院 2015年

6977 スポ－ツと心理臨床  アカデミア叢書 ７芸術 鈴木壯 創元社 2014年

6978 スポ－ツメンタルトレ－ニング教本 ７芸術 日本スポ－ツ心理学会 大修館書店 2016年

6979 情動と運動  情動学シリ－ズ ７芸術 西野仁雄　中込四郎 朝倉書店 2016年

6980 運動継続の心理学  熊本学園大学付属社会福祉研究所社会福祉叢書 ７芸術 橋本公雄　斉藤篤司 福村出版 2015年

6981 はじめて学ぶスポ－ツ心理学１２講 ７芸術 楠本恭久 福村出版 2015年

6982 スポ－ツ心理学  シリ－ズ心理学と仕事 ７芸術 太田信夫　中込四郎 北大路書房 2018年

6983 これから学ぶスポ－ツ心理学 ７芸術 荒木雅信 大修館書店 2018年

6984 アスリ－トのこころの悩みと支援 ７芸術 中込四郎　鈴木壯 誠信書房 2017年

6985 自己の可能性を拓く心理学 ７芸術 内田若希 金子書房 2017年

6986 わかりやすいスポ－ツ心理学 ７芸術 実践スポ－ツ心理学研究会 文化書房博文社 2018年

6987 スポ－ツ精神医学 ７芸術 日本スポ－ツ精神医学会 診断と治療社 2018年

6988 体力学  はじめて学ぶ健康・スポ－ツ科学シリ－ズ ７芸術 中谷敏昭　池田達昭 化学同人 2014年

6989 高齢者の体力および生活活動の測定と評価 ７芸術 宮口和義　佐藤進 市村出版 2015年

6990 スポ－ツを楽しむための栄養・食事計画 ７芸術 川野因　田中茂穂 光生館 2016年

6991 スポ－ツ・運動栄養学  栄養科学シリ－ズｎｅｘｔ ７芸術 加藤秀夫　中坊幸弘 講談社 2015年

6992 新スポ－ツ栄養学  やさしいスチュ－デントトレ－ナ－シリ－ズ ７芸術 井奥加奈 嵯峨野書院 2016年

6993 イップス ７芸術 石原心　内田直 大修館書店 2017年

6994 運動と疲労の科学 ７芸術 下光輝一　八田秀雄 大修館書店 2018年

6995 スポ－ツ栄養学 ７芸術 寺田新 東京大学出版会 2017年

6996 市民からアスリ－トまでのスポ－ツ栄養学 ７芸術 岡村浩嗣　藤井久雄 八千代出版 2016年

6997 健康長寿のためのスポ－トロジ－  放送大学教材 ７芸術 田城孝雄　内藤久士 放送大学教育振興会 2015年

6998 アスリ－トのための栄養・食事ガイド ７芸術 小林修平　樋口満 第一出版（千代田区） 2014年

6999 アスリ－トの栄養アセスメント ７芸術 田口素子 第一出版（千代田区） 2017年

7000
ＡＣＬ再建術前後のリハビリテ－ションの科学的基礎  Ｓｐｏｒｔｓ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｔｈｅｒａｐｙ　ｓ
ｅｍｉｎａ

７芸術 渡邊裕之　鈴川仁人 ナップ 2011年

7001
スポ－ツにおける肘関節疾患のメカニズムとリハビリテ－ション  Ｓｐｏｒｔｓ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｔ
ｈｅｒａｐｙ　Ｓｅｍｉｎａｒ　Ｓｅｒｉｅｓ

７芸術 鈴川仁人　吉田真 ナップ 2011年

7002 下肢のスポ－ツ疾患治療の科学的基礎  Ｓｐｏｒｔｓ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｔｈｅｒａｐｙ　ｓｅｍｉｎａ ７芸術 吉田昌弘　鈴川仁人 ナップ 2015年

7003
骨盤・股関節・鼠径部のスポ－ツ疾患治療の科学的基礎  Ｓｐｏｒｔｓ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｔｈｅｒａｐ
ｙ　Ｓｅｍｉｎａｒ　Ｓｅｒｉｅｓ

７芸術 永野康治　山内弘喜 ナップ 2013年

7004
足部スポ－ツ障害治療の科学的基礎 Ｓｐｏｒｔｓ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｔｈｅｒａｐｙ　Ｓｅｍｉｎａｒ　Ｓｅｒｉ
ｅｓ

７芸術 山内弘喜　吉田昌弘 ナップ 2012年

7005 スポ－ツ障害「肩」の治療 ７芸術
トット・Ｓ・エレンベッカ－　ケビン・Ｅ・ウィ
ルク

ナップ 2018年

7006 スポ－ツ理学療法学 ７芸術 陶山哲夫　赤坂清和 メジカルビュ－社 2018年

7007 臨床運動学  １５レクチャ－シリ－ズ　理学療法・作業療法テキスト ７芸術 小林麻衣　小島悟 中山書店 2015年

7008 機能評価診断とその技法  スポ－ツ理学療法プラクティス ７芸術 片寄正樹　小林寛和 文光堂 2017年

7009 急性期治療とその技法  スポ－ツ理学療法プラクティス ７芸術 片寄正樹　小林寛和 文光堂 2017年

7010 スポ－ツアナトミ－ ７芸術 塩田清二　竹ノ谷文子 丸善出版 2014年

7011 ステップアップ運動生理学 ７芸術 和田正信（スポ－ツ科学） 杏林書院 2018年

7012 もっとなっとく使えるスポ－ツサイエンス ７芸術 征矢英昭　本山貢 講談社 2017年

7013 健康・運動の科学 ７芸術 小野寺孝一　山崎先也 講談社 2012年

7014
体育・スポ－ツ指導者と学生のためのスポ－ツ栄養学  体育・スポ－ツ・健康科学テキ
ストブックシリ－ズ

７芸術 田口素子　樋口満 市村出版 2014年

7015 種目別にみるスポ－ツ外傷・障害とリハビリテ－ション ７芸術 渡會公治　猪飼哲夫 医歯薬出版 2014年

7016 スポ－ツ救命講習会テキスト ７芸術 公益財団法人日本サッカ－協会 金原出版 2017年

7017 スポ－ツマッサ－ジ ７芸術 サンディ・フリッツ　大谷素明 西村書店（新潟） 2010年

7018 わかる！スポ－ツ傷害 ７芸術 福林徹　鹿倉二郎 南江堂 2012年

7019 運動処方の指針 ７芸術
アメリカスポ－ツ医学会　日本体力医学
会

南江堂 2011年
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7020
アスリ－トのリハビリテ－ションとリコンディショニング 上巻 Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ－ショ
ン＆リコンディショニング

７芸術 小林寛和 文光堂 2010年

7021
ランニング障害のリハビリテ－ションとリコンディショニング  Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ－ショ
ン＆リコンディショニング

７芸術 増田雄一 文光堂 2012年

7022
下肢スポ－ツ外傷のリハビリテ－ションとリコンディショニング  Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ－
ション＆リコンディショニング

７芸術 小柳磨毅 文光堂 2011年

7023
競技種目特性からみたリハビリテ－ションとリコンディショニング  Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ
－ション＆リコンディショニング

７芸術 山本利春 文光堂 2014年

7024
腰痛のリハビリテ－ションとリコンディショニング  Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ－ション＆リコン
ディショニング

７芸術 片寄正樹 文光堂 2011年

7025
上肢急性外傷のリハビリテ－ションとリコンディショニング  Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ－ショ
ン＆リコンディショニング

７芸術 宮下浩二 文光堂 2012年

7026
投球障害のリハビリテ－ションとリコンディショニング  Ｓｋｉｌｌ－Ｕｐリハビリテ－ション＆
リコンディショニング

７芸術 山口光国 文光堂 2010年

7027
アスレティックリハビリテ－ション  公認アスレティックトレ－ナ－専門科目テキスト＋ワ
－クブック

７芸術 小林寛和 文光堂 2011年

7028 スポ－ツ科学  公認アスレティックトレ－ナ－専門科目テキスト＋ワ－クブック ７芸術 山本利春 文光堂 2011年

7029
運動器の解剖とスポ－ツ外傷・障害の基礎知識  公認アスレティックトレ－ナ－専門科
目テキスト＋ワ－クブック

７芸術 福林徹 文光堂 2011年

7030 救急処置  公認アスレティックトレ－ナ－専門科目テキスト＋ワ－クブック ７芸術 山本利春 文光堂 2011年

7031
健康管理とスポ－ツ医学  公認アスレティックトレ－ナ－専門科目テキスト＋ワ－ク
ブック

７芸術 赤間高雄 文光堂 2011年

7032 検査・測定と評価  公認アスレティックトレ－ナ－専門科目テキスト＋ワ－クブック ７芸術 片寄正樹 文光堂 2011年

7033
予防とコンディショニング  公認アスレティックトレ－ナ－専門科目テキスト＋ワ－クブッ
ク

７芸術 石山修盟 文光堂 2011年

7034 スポ－ツ医学研修ハンドブック 基礎科目 ７芸術 日本体育協会 文光堂 2011年

7035 スポ－ツ医学研修ハンドブック 応用科目 ７芸術 日本体育協会 文光堂 2012年

7036 テ－ピング ７芸術 中江徳彦　上野隆司 文光堂 2010年

7037 注意と運動学習 ７芸術 ガブリエレ・ウルフ　福永哲夫 市村出版 2010年

7038 スポ－ツと腰痛メカニズム＆マネジメント ７芸術 山下敏彦 金原出版 2011年

7039 スポ－ツ膝の臨床 ７芸術 史野根生 金原出版 2014年

7040 これでわかる！スポ－ツ損傷超音波診断 ７芸術 杉本勝正 全日本病院出版会 2012年

7041 スポ－ツエコ－診療Ｇｏｌｄｅｎ　Ｓｔａｎｄａｒｄ ７芸術 松本秀男　大谷俊郎 南山堂 2017年

7042 ＥＢＭスポ－ツ医学 ７芸術
ドムナ－ル・マコ－リ－　ト－マス・Ｍ．
ベスト

西村書店（新潟） 2011年

7043 運動生理学  エキスパ－ト管理栄養士養成シリ－ズ ７芸術 山本順一郎 化学同人 2018年

7044 運動生理・栄養学  Ｎブックス ７芸術 高松薫　山田哲雄（運動生理学） 建帛社 2015年

7045 運動と健康  放送大学教材 ７芸術 関根紀子 放送大学教育振興会 2018年

7046 栄養・スポ－ツ系の運動生理学 ７芸術 樋口満　湊久美子 南江堂 2018年

7047 入門運動生理学 ７芸術 勝田茂　和田正信（スポ－ツ科学） 杏林書院 2015年

7048 乳酸を活かしたスポ－ツトレ－ニング ７芸術 八田秀雄 講談社 2015年

7049
スポ－ツ現場に生かす運動生理・生化学  体育・スポ－ツ・健康科学テキストブックシリ
－ズ

７芸術 樋口満 市村出版 2011年

7050
スポ－ツ指導者に必要な生理学と運動生理学の知識  体育・スポ－ツ・健康科学テキ
ストブックシリ－ズ

７芸術 村岡功 市村出版 2013年

7051 新・スポ－ツ生理学  体育・スポ－ツ・健康科学テキストブックシリ－ズ ７芸術 村岡功 市村出版 2015年

7052 乳酸サイエンス  体育・スポ－ツ・健康科学テキストブックシリ－ズ ７芸術 市村出版 2017年

7053 運動生理学２０講 ７芸術 勝田茂　征矢英昭 朝倉書店 2015年

7054 機能解剖・バイオメカニクス  健康・スポ－ツ科学テキスト ７芸術 北川薫 文光堂 2011年

7055 健康運動指導士試験要点整理と実践問題 ７芸術 稲次潤子　上岡尚代 文光堂 2018年

7056 スポ－ツまちづくりの教科書 ７芸術 松橋崇史　高岡敦史 青弓社 2019年

7057 リアライン・トレ－ニング 体幹・股関節編 ７芸術 蒲田和芳 講談社 2014年

7058 健康寿命をのばす認知動作型ＱＯＭトレ－ニング  スポ－ツ認知動作学の挑戦 ７芸術 小林寛道 杏林書院 2013年

7059 健康・スポ－ツ科学のための卒業論文／修士論文の書き方 ７芸術 出村慎一　山次俊介 杏林書院 2015年

7060 健康・スポ－ツ科学のための調査研究法 ７芸術 山下秋二　佐藤進 杏林書院 2014年

7061
体育・スポ－ツ分野における実践研究の考え方と論文の書き方  体育・スポ－ツ・健康
科学テキストブックシリ－ズ

７芸術 福永哲夫　山本正嘉+I:N 市村出版 2018年

7062 生涯スポ－ツ実践論  体育・スポ－ツ・健康科学テキストブックシリ－ズ ７芸術 川西正志　野川春夫 市村出版 2018年

7063 トレ－ニング科学  健康・スポ－ツ科学テキスト ７芸術 北川薫 文光堂 2011年

7064 運動連鎖から考える投球障害 ７芸術 森原徹　松井知之 全日本病院出版会 2014年

7065 野球ヒジ診療ハンドブック ７芸術 柏口新二　岡田知佐子 全日本病院出版会 2014年
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7066 ロ－イングの健康スポ－ツ科学 ７芸術 樋口満 市村出版 2011年

7067 小学校教員を目指す人のための外国語（英語）教育の基礎 ８言語 高橋和子（英語教育）　佐藤玲子 明星大学出版部 2018年

7068 クリティカル・シンキングのすすめ：基礎から応用への総合英語 ８言語 高垣俊之 南雲堂 2016年

7069 大学で学ぶ英語の教科書 ８言語 奥田暁代 慶応義塾大学出版会 2016年

7070 論理的に話す・書くための英語変換術 ８言語 鈴木瑛子 三修社 2017年

7071 日本人として英語を学び・英語を使う ８言語 田中浩司 新評論 2017年

7072 ベ－シック新しい英語学概論 ８言語 ひつじ書房 2016年

7073 英語コ－パス研究シリ－ズ 第２巻 ８言語 堀正広　赤野一郎 ひつじ書房 2015年

7074 社会人のための英語の世界ハンドブック ８言語 酒井志延　朝尾幸次郎 大修館書店 2017年

7075 語彙を増やすための英語語根集 ８言語 上田悟 大学教育出版 2017年

7076 必携最小限の語彙力で英語を読み、聴く方法 ８言語 後藤寛 松柏社 2016年

7077 英語のしくみ ８言語 関山健治 白水社 2014年

7078 ネイティブ感覚の暗記しない英語学習法 ８言語 井上健司 大学教育出版 2017年

7079 ネイティブ発想で学ぶ英語の決定詞 ８言語 ロバ－ト・ヒルキ　玉木史惠 研究社 2018年

7080 イメ－ジでつかむ英語基本動詞１００ ８言語 政村秀実 くろしお出版 2016年

7081 ネイティブが教える英語の句動詞の使い方 ８言語 ディビッド・セイン　古正佳緒里 研究社 2014年

7082 ネイティブが教える英語の時制の使い分け ８言語 ディビッド・セイン　古正佳緒里 研究社 2016年

7083 ネイティブが教えるほんとうの英語の助動詞の使い方 ８言語 ディビッド・セイン　古正佳緒里 研究社 2014年

7084 ネイティブが教えるほんとうの英語の前置詞の使い方 ８言語 ディビッド・セイン　古正佳緒里 研究社 2014年

7085 究極の英語ライティング ８言語 遠田和子　岩渕デボラ 研究社 2018年

7086 ＩＣＴを活用した英語アカデミック・ライティング指導 ８言語 水本篤 金星堂 2017年

7087 英語スピ－チ・クリニック ８言語 ケリ－伊藤 研究社 2017年

7088 英語のプレゼンテ－ションスキルアップ術 ８言語 田中真紀子 研究社 2014年

7089 レポ－ト・論文の書き方入門 ８言語 河野哲也 慶応義塾大学出版会 2018年
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1 Management of Post-Stroke Complications Bhalla, A. (EDT)/ Birns, J. (EDT) Springer 2015年

2 Rehabilitation Research : Principles and Applications Carter, Russell E./ Lubinsky, Jay, Ph.D. W B Saunders Co 2015年

3 Counseling Theories and Techniques for Rehabilitation Health Professionals
Chan, Fong, Ph.D. (EDT)/ Berven, Norman 
L., Ph.D. (EDT)/ Thomas, Kenne

Springer Pub Co 2015年

4 Rehabilitation Robotics : Technology and Application
Colombo, Roberto (EDT)/ Sanguineti, 
Vittorio (EDT)

Academic Pr 2018年

5 Central Nervous System Cancer Rehabilitation Cristian, Adrian, M.D.
Elsevier Science Health 
Science

2018年

6 Robotic Assistive Technologies : Principles and Practice
Encarnaca~o, Pedro (EDT)/ Cook, Albert 
M. (EDT)

CRC Pr I Llc 2017年

7 Medical and Psychosocial Aspects of Chronic Illness and Disability
Falvo, Donna R., Ph.D./ Holland, Beverley 
E., Ph.D., R.N.

Jones & Bartlett Learning 2017年

8 Assistive Technology Assessment Handbook (Rehabilitation Science in Practice)
Federici, Stefano (EDT)/ Scherer, Marcia 
(EDT)

CRC Pr I Llc 2017年

9
Handbook of Rehabilitation in Older Adults (Handbooks in Health, Work, and 
Disability)

Gatchel, Robert J. (EDT)/ Schultz, Izabela 
Z. (EDT)/ Ray, Christopher T. (EDT)

Springer 2019年

10
Quick Reference Neuroscience for Rehabilitation Professionals : The Essential 
Neurologic Principles Underlying Rehabilitation Practice

Gutman, Sharon A., Ph.d. Slack Inc 2016年

11
Acquired Brain Injury : Clinical Essentials for Neurotrauma and Rehabilitation 
Professionals

Han, Dong Y. (EDT) Springer Pub Co 2016年

12 Handbook of Rehabilitation Medicine
He, Kong Keng (EDT)/ Mei, Yap Samantha 
Giok (EDT)/ Joo, Loh Yong (EDT)

World Scientific Pub Co Inc 2016年

13
Safe at Home with Assistive Technology (SpringerBriefs in Applied Sciences and 
Technology)

Kollak, I. Springer 2017年

14
Clinical Rehabilitation Experience Utilizing Serious Games : Rehabilitation 
Technology and a Technical Concept for Health Data Collection (Advanced Studies 
Mobile Research Center Bremen)

Lawo, Michael (EDT)/ Knackfuss, Peter 
(EDT)

Springer 2018年

15 Moving and Handling Patients at a Glance (At a Glance) Macgregor, Hamish Blackwell Pub 2016年

16 Rehabilitation Medicine for Elderly Patients (Practical Issues in Geriatrics)
Masiero, Stefano (EDT)/ Carraro, Ugo 
(EDT)

Springer 2017年

17
The Guide to Assisting Students with Disabilities : Equal Access in Health Science 
and Professional Education

Meeks, Lisa (EDT)/ Jain, Neera R. (EDT) Springer Pub Co 2015年

18
Handbook of Qualitative Health Research for Evidence-Based Practice (Handbooks 
in Health, Work, and Disability)

Olson, K. (EDT)/ Young, R. A. (EDT)/ 
Schultz, I. Z. (EDT)

Springer 2015年

19 Rehabilitation Science in Context (Advances in Experimental Medicine and Biology) Pokorski, Mieczyslaw (EDT) Springer 2018年

20 Foundations of Clinical Research : Applications to Practice
Portney, Leslie G., Ph.D./ Watkins, Mary 
P.

F a Davis Co 2015年

21
Documentation for Rehabilitation : A Guide to Clinical Decision Making in Physical 
Therapy

Quinn, Lori/ Gordon, James/ Levine, 
Stephen M. (CON)/ Fearon, Helene M

W B Saunders Co 2015年

22
Handbook of Return to Work : From Research to Practice (Handbooks in Health, 
Work, and Disability)

Schultz, I. Z. (EDT)/ Gatchel, R. J. (EDT) Springer 2015年

23 Health Measurement Scales : A Practical Guide to Their Development and Use
Streiner, David L./ Norman, Geoffrey R./ 
Cairney, John

Oxford Univ Pr 2015年

24 The Psychology of Aphasia : A Practical Guide for Health Care Professionals Tanner, Dennis C., Ph.d. Slack Inc 2017年

25 Stroke Rehabilitation Wilson, Richard/ Raghavan, Preeti
Elsevier Science Health 
Science

2019年

26
Advanced Robotics for Medical Rehabilitation : Current State of the Art and Recent 
Advances (Springer Tracts in Advanced Robotics)

Xie, S. Springer 2015年

27 Physical Examination of the Spine Albert, Todd J./ Vaccaro, Alexander R. Thieme 2016年

28 Pediatric Rehabilitation : Principles and Practice
Alexander, Michael A., M.d. (EDT)/ 
Matthews, Dennis J., M.d. (EDT)/ Mu

Demos Medical Pub 2015年

29
Nina Mcintosh's the Educated Heart : Professional Boundaries for Massage 
Therapists and Bodyworkers

Allen, Laura Wolters Kluwer Health 2016年

30 Plain and Simple Guide to Therapeutic Massage & Bodywork Examinations Allen, Laura Lippincott Williams & Wilkins 2016年

31 Traumatic Brain Injury : Rehabilitation, Treatment, and Case Management
Ashley, Mark J. (EDT)/ Hovda, David A. 
(EDT)

CRC Pr I Llc 2017年

32
A Practical Approach to Musculoskeletal Medicine : Assessment, Diagnosis, 
Treatment

Atkins, Elaine/ Kerr, Jill/ Goodlad, Emily/ 
Cyriax, Oliver (FRW)

Elsevier Science Health 
Science

2015年

33 Pediatric Stroke Rehabilitation : An Interprofessional and Collaborative Approach
Atkinson, Heather L./ Nixon-Cave, Kim, 
Ph.D./ Smith, Sabrina E., M.D.,

Slack Inc 2017年
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34
Daniels and Worthingham's Muscle Testing : Techniques of Manual Examination and 
Performance Testing

Avers, Dale/ Brown, Marybeth W B Saunders Co 2018年

35 Physical Therapy Treatment of Common Orthopedic Conditions
Baheti, Neeraj D. (EDT)/ Jamati, Moira K. 
(EDT)/ Naber, Robert I. (FRW

Jaypee Brothers Medical Pub 2016年

36
Locomotion and Posture in Older Adults : The Role of Aging and Movement 
Disorders

Barbieri, F. A. (EDT)/ Vitorio, R. (EDT) Springer 2017年

37 Orthopedic Taping, Wrapping, Bracing, & Padding Beam, Joel W. F a Davis Co 2017年

38
Cram Session in Joint Mobilization Techniques : A Handbook for Students & 
Clinicians

Berry, David C., Ph.D./ Berry, Leisha M. Slack Inc 2016年

39 Neuro-Developmental Treatment : A Guide to NDT Clinical Practice
Bierman, Judith C./ Franjoine, Mary 
Rose/ Hazzard, Catherine M.

Thieme 2016年

40 Documentation for Physical Therapist Assistants Bircher, Wendy D. F a Davis Co 2017年

41
Evidence-Based Physical Therapy for the Pelvic Floor : Bridging Science and 
Clinical Practice

Bo, Kari, Ph.D. (EDT)/ Berghmans, Bary, 
Ph.D. (EDT)/ Morkved, Siv, Ph.

Churchill Livingstone 2015年

42 A Practical Guide to Hemiplegia Treatment Brahmachari, Ipsit, Ph.D. Jaypee Hights Medical Pub Inc 2015年

43 Spasticity : Diagnosis and Management
Brashear, Allison, M.D. (EDT)/ Elovic, Elie, 
M.D. (EDT)

Demos Medical Pub 2015年

44 Introduction to Massage Therapy Braun, Mary Beth Lippincott Williams & Wilkins 2019年

45 Orthopedic Biomechanics Brinckmann, Paul/ Frobin, Wolfgang Thieme 2015年

46
Therapeutic Exercise : Moving toward Function (Therapeutic Exercise Moving 
toward Function)

Brody, Lori Thein, Ph.D./ Hall, Carrie M. Lippincott Williams & Wilkins 2017年

47
Physical Therapy for Intervertebral Disk Disease : A Practical Guide to Diagnosis 
and Treatment

Broetz, Doris/ Weller, Michael Thieme 2016年

48 Physical Therapy Case Files : Sports (Case Files) Brumitt, Jason, Ph.D. McGraw-Hill 2015年

49 Clinical Tests for the Musculoskeletal System : Examinations - Signs - Phenomena Buckup, Klaus/ Buckup, Johannes Thieme 2016年

50 Comprehensive Pain Management in the Rehabilitation Patient Carayannopoulos, A. (EDT) Springer 2017年

51 Foundations : An Introduction to the Profession of Physical Therapy Carp, Stephen Thieme 2018年

52
Peripheral Nerve Injury : An Anatomical and Physiological Approach for Physical 
Therapy Intervention

Carp, Stephen J., Ph.D. F a Davis Co 2015年

53
Stroke Rehabilitaiton : An Issue of Medicine and Rehabilitation Clinics of North 
America (Clinics Review Articles: Physical Medicine and Rehabilitatio

Chae, John (EDT)/ Celnik, Pablo A. (EDT)
Elsevier Science Health 
Science

2015年

54 Positional Release Techniques (Advanced Soft Tissue Techniques)
Chaitow, Leon/ Brooks, Julia (CON)/ 
Goering, Edward (CON)/ Hruby, Raym

Elsevier Science Health 
Science

2015年

55 Orthopedic Management of the Hip and Pelvis
Cheatham, Scott W./ Kolber, Morey J., 
Ph.D.

Elsevier Science Health 
Science

2015年

56 Movement Disorders Rehabilitation Chien, H. F./ Barsottini, O. G. P. Springer 2017年

57 Fibromyalgia Syndrome (Oxford Rheumatology Library) Choy, Ernest Oxford Univ Pr 2015年

58 Pharmacology in Rehabilitation (Contemporary Perspectives in Rehabilitation) Ciccone, Charles D., Ph.D. F a Davis Co 2015年

59
Braddom's Physical Medicine and Rehabilitation (Physical Medicine and 
Rehabilitation)

Cifu, David X., M.D. (EDT)/ Kaelin, Darryl 
L., M.D. (EDT)/ Lew, Henry

Elsevier Science Health 
Science

2015年

60 Braddom's Rehabilitation Care : A Clinical Handbook
Cifu, David X., M.D./ Lew, Henry L., M.D., 
Ph.D.

Elsevier Science Health 
Science

2017年

61
Clay & Pounds' Basic Clinical Massage Therapy : Integrating Anatomy and 
Treatment

Clay, James H./ Allen, Laura/ Pounds, 
David M.

Lippincott Williams & Wilkins 2015年

62 Netter's Orthopaedic Clinical Examination : An Evidence-based Approach
Cleland, Joshua A., Ph.D./ Koppenhaver, 
Shane, Ph.D./ Su, Jonathan/ Ne

Elsevier Science Health 
Science

2015年

63 The Role of the Physical Therapist Assistant : Regulations and Responsibilities Clynch, Holly M. F a Davis Co 2016年

64 Pathophysiology for Massage Therapists : A Functional Approach Cowen, Virginia S., Ph.D. F a Davis Co 2015年

65
Essential Guide to the Cervical Spine (2-Volume Set) : Clinical Assessment and 
Therapeutic Approaches / Clinical Syndromes and Manipulative Treatment

Cueco, Rafael Torres, Ph.D. (EDT)/ Jull, 
Gwendolen, Ph.D. (FRW)/ Mosel

Elsevier Science Health 
Science

2017年

66 ExpertDDX Musculoskeletal
Davis, Kirkland W., M.D./ Blankenbaker, 
Donna G., M.D.

Elsevier Science Health 
Science

2017年
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67 Therapeutic Modalities for Musculoskeletal Injuries
Denegar, Craig R., Ph.D./ Saliba, Ethan, 
Ph.D./ Saliba, Susan, Ph.D./

Human Kinetics 2015年

68 Shoulder Surgery Rehabilitation : A Teamwork Approach
Di Giacomo, G. (EDT)/ Bellachioma, S. 
(EDT)

Springer 2016年

69 Oxford Textbook of Neurorehabilitation (Oxford Textbooks in Clinical Neurology) Dietz, Volker (EDT)/ Ward, Nick S. (EDT) Oxford Univ Pr 2015年

70 Muscular Injuries in the Posterior Leg : Assessment and Treatment Dixon, J. B. (EDT) Springer 2016年

71 Trigger Point Dry Needling : An Evidence and Clinical-Based Approach
Dommerholt, Jan (EDT)/ Fernandez-De-
Las-Penas, Cesar, Ph.D. (EDT)

Elsevier Science Health 
Science

2018年

72 Therapy of the Hand and Upper Extremity : Rehabilitation Protocols Duncan, S. F./ Flowers, C. Springer 2015年

73 Therapeutic Exercise Prescription Dunleavy, Kim, Ph.D./ Slowik, Amy Kubo
Elsevier Science Health 
Science

2018年

74 Joint Mobilization/Manipulation : Extremity and Spinal Techniques Edmond, Susan L. Mosby Inc 2016年

75
Sport Therapy for the Shoulder : Evaluation, Rehabilitation, and Return to Sport 
(Sport Therapy)

Ellenbecker, Todd S./ Wilk, Kevin E. Human Kinetics 2016年

76 Pierson and Fairchild's Principles & Techniques of Patient Care
Fairchild, Sheryl L./ O'shea, Roberta 
Kuchler, Ph.D./ Washington, Robi

W B Saunders Co 2017年

77
Lifespan Neurorehabilitation : A Patient-Centered Approach from Examination to 
Interventions and Outcomes

Fell, Dennis W., M.D./ Lunnen, Karen Y./ 
Rauk, Reva P., Ph.D.

F a Davis Co 2018年

78
Manual Therapy for Musculoskeletal Pain Syndromes : An Evidence and Clinical-
informed Approach

Fernandez-De-Las-Penas, Cesar, Ph.D. 
(EDT)/ Cleland, Joshua A., Ph.D.

Churchill Livingstone 2015年

79 Comprehensive Electromyography : With Clinical Correlations and Case Studies Ferrante, Mark A. Cambridge Univ Pr 2018年

80 Evidence Based Physical Therapy Fetters, Linda, Ph.D./ Tilson, Julie F a Davis Co 2018年

81 Tests and Exercises for the Spine Fischer, Peter Thieme 2015年

82 Medical Conditions in the Athlete Flanagan, Katie Walsh/ Cuppert, Micki Human Kinetics 2017年

83
Running Injuries (Physical Medicine and Rehabilitation Clinics of North America, 
February 2016)

Fredericson, Michael (EDT)/ Tenforde, 
Adam S. (EDT)

Elsevier Science Health 
Science

2015年

84
Evidence-Based Treatment Guidelines for Treating Injured Workers (Physical 
Medicine and Rehabilitation Clinics of North America, August 2015)

Friedman, Andrew S. (EDT)/ Franklin, 
Gary M. (EDT)

Elsevier Science Health 
Science

2015年

85 Mosby's Fundamentals of Therapeutic Massage Fritz, Sandy Mosby Inc 2016年

86
Essentials of Physical Medicine and Rehabilitation : Musculoskeletal Disorders, 
Pain, and Rehabilitation (Essentials of Physical Medicine and Rehabili

Frontera, Walter R./ Silver, Julie K./ 
Rizzo, Thomas D., Jr.

Elsevier Science Health 
Science

2018年

87
Fundamentals of the Physical Therapy Examination : Patient Interview and Tests & 
Measures

Fruth, Stacie J. Jones & Bartlett Learning 2017年

88 Atlas of Image-Guided Spinal Procedures
Furman, Michael B., M.D. (EDT)/ Berkwits, 
Leland, M.D. (EDT)/ Cohen, I

Elsevier Science Health 
Science

2017年

89 Lifelong Motor Development Gabbard, Carl P. Lippincott Williams & Wilkins 2016年

90
Advanced Techniques in Musculoskeletal Medicine and Physiotherapy : Using 
Minimally Invasive Therapies in Practice

Garrido, Fermin Valera, Ph.D./ Munoz, 
Francisco Minaya

Elsevier Science Health 
Science

2015年

91 Manipulation of the Spine, Thorax and Pelvis
Gibbons, Peter/ Tehan, Philip/ Flynn, 
Timothy W., Ph.D. (FRW)

Elsevier Science Health 
Science

2016年

92 Rehabilitation : A Post-critical Approach (Rehabilitation Science in Practice) Gibson, Barbara E. CRC Pr I Llc 2016年

93 Pathology for the Physical Therapist Assistant
Goodman, Catherine Cavallaro/ Fuller, 
Kenda S./ Marshall, Charlene (ED

W B Saunders Co 2016年

94 Differential Diagnosis for Physical Therapists : Screening for Referral
Goodman, Catherine Cavallaro/ Heick, 
John, Ph.D./ Lazaro, Rolando T.,

W B Saunders Co 2017年

95 Postoperative Orthopaedic Rehabilitation
Green, Andrew, M.D. (EDT)/ Hayda, 
Roman, M.D. (EDT)/ Hecht, Andrew C.,

Lippincott Williams & Wilkins 2017年

96 Concepts of Evidence Based Practice for the Physical Therapist Assistant Gresham, Barbara B., Ph.D. F a Davis Co 2016年

97 Musculoskeletal Examination
Gross, Jeffrey M./ Fetto, Joseph/ Rosen, 
Elaine

John Wiley & Sons Inc 2015年

98 Ortho Notes : Clinical Examination Pocket Guide Gulick, Dawn, Ph.D. F a Davis Co 2018年

99 Osteopathic Techniques : The Learner's Guide Gustowski, Sharon (EDT) Thieme 2017年
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100 Moving Pain Away Rivision : An Innovative Physical Therapy Method
Har-el, Rivi Belach, Ph.D./ Ling, Wen, 
Ph.D. (FRW)/ Lenzner, Ziv (ILT)

Jaypee Hights Medical Pub Inc 2016年

101 Pain Medicine : An Interdisciplinary Case-Based Approach
Hayek, Salim M., M.D., Ph.D. (EDT)/ Shah, 
Binit J., M.D. (EDT)/ Desai,

Oxford Univ Pr 2015年

102 Essentials of Cardiopulmonary Physical Therapy Hillegass, Ellen W B Saunders Co 2016年

103 Hand and Wrist Anatomy and Biomechanics : A Comprehensive Guide
Hirt, Bernhard/ Seyhan, Harun/ Wagner, 
Michael

Thieme 2016年

104 Functional Anatomy for Physical Therapists Hochschild, Jutta Thieme 2015年

105 Therapeutic Exercise for Musculoskeletal Injuries Houglum, Peggy A., Ph.D. Human Kinetics 2016年

106 Rehabilitation in Orthopedic Surgery
Imhoff, A. B. (EDT)/ Beitzel, K. (EDT)/ 
Stamer, K. (EDT)

Springer 2015年

107 Shoulder Instability Across the Life Span Imhoff, A. B. (EDT)/ Savoie, F. H. (EDT) Springer 2017年

108 The Big Back Book : Tips and Tricks for Therapists Johnson, Jane Thieme 2016年

109 Postural Correction (Hands-on Guides for Therapists) Johnson, Jane C./ Johnson, Jane Human Kinetics 2015年

110
Sports Injury Prevention and Rehabilitation : Integrating medicine and science for 
performance solutions

Joyce, David (EDT)/ Lewindon, Daniel 
(EDT)

Routledge 2015年

111 Grieve's Modern Musculoskeletal Physiotherapy
Jull, Gwendolen, Ph.D. (EDT)/ Moore, Ann, 
Ph.D. (EDT)/ Falla, Deborah,

Elsevier Science Health 
Science

2015年

112 Management of Neck Pain Disorders : A Research Informed Approach
Jull, Gwendolen, Ph.D./ Falla, Deborah, 
Ph.D./ Treleaven, Julia, Ph.D.

Elsevier Science Health 
Science

2018年

113 Wheelchair Skills Assessment and Training (Rehabilitation Science in Practice) Kirby, R. Lee CRC Pr I Llc 2016年

114 Ethics in Physical Therapy : A Case-Based Approach Kirsch, Nancy R., Ph.D. McGraw-Hill 2018年

115 Ther Ex Notes : Clinical Pocket Guide Kisner, Carolyn/ Colby, Lynn Allen F a Davis Co 2017年

116
Therapeutic Exercise : Foundations and Techniques (Therapeudic Exercise: 
Foundations and Techniques)

Kisner, Carolyn/ Colby, Lynn Allen/ 
Borstad, John, Ph.D.

F a Davis Co 2017年

117 Special Tests for Orthopedic Examination
Konin, Jeff G., Ph.D./ Lebsack, Denise, 
Ph.D./ Valier, Alison R. Snyde

Slack Inc 2016年

118 Fibromyalgia : Clinical Guidelines and Treatments Lawson, E. (EDT)/ Wallace, M. (EDT) Springer 2015年

119 Musculoskeletal Injuries and Conditions : Assessment and Management Lee, Se Won, M.d. Demos Medical Pub 2016年

120 Physical Management for Neurological Conditions (Physiotherapy Essentials)
Lennon, Sheila, Ph.D. (EDT)/ Ramdharry, 
Gita, Ph.D. (EDT)/ Verheyden,

Elsevier Science Health 
Science

2018年

121 Treatment of Cerebral Palsy and Motor Delay Levitt, Sophie/ Addison, Anne Wiley-Blackwell 2018年

122 Clinical Kinesiology and Anatomy Lippert, Lynn S./ Hurrell, Jennifer (CON) F a Davis Co 2017年

123 Cognitive Rehabilitation for Pediatric Neurological Disorders
Locascio, Gianna (EDT)/ Slomine, Beth S. 
(EDT)

Cambridge Univ Pr 2018年

124 Handbook of Pediatric Physical Therapy
Long, Toby, Ph.D./ Battaile, Britta/ 
Toscano, Kathleen

Lippincott Williams & Wilkins 2018年

125 Neuroscience : Fundamentals for Rehabilitation Lundy-ekman, Laurie, Ph.d. W B Saunders Co 2017年

126
A Practical Guide to Fascial Manipulation : An Evidence- and Clinical-Based 
Approach

Luomala, Tuulia/ Pihlman, Mika/ Stecco, 
Carla, M.D. (CON)/ Hammer, War

Elsevier Science Health 
Science

2017年

127
Pathology and Intervention in Musculoskeletal Rehabilitation (Musculoskeletal 
Rehabilitation)

Magee, David J., Ph.d./ Zachazewski, 
James E./ Quillen, William S., Ph

W B Saunders Co 2015年

128
Cardiorespiratory Physiotherapy : Adults and Paediatrics (Physiotherapy 
Essentials)

Main, Eleanor, Ph.D. (EDT)/ Denehy, 
Linda, Ph.D. (EDT)/ Webber, Barbar

Elsevier Science Health 
Science

2016年

129 Musculoskeletal Physical Examination : An Evidence-Based Approach
Malanga, Gerard A., M.D./ Mautner, 
Kenneth, M.D.

Elsevier Science Health 
Science

2016年

130 Orthopaedic Biomechanics Made Easy Malik, Shahbaz S./ Malik, Sheraz S. Cambridge Univ Pr 2015年

131 Essentials of Kinesiology for the Physical Therapist Assistant
Mansfield, Paul Jackson/ Neumann, 
Donald A., Ph.D.

Mosby Inc 2018年

132 Fundamental Orthopedic Management for the Physical Therapist Assistant Manske, Robert C. Mosby Inc 2015年
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133 Neurologic Interventions for Physical Therapy
Martin, Suzanne Tink, Ph.D./ Kessler, 
Mary

W B Saunders Co 2015年

134
Regenerative Medicine (Physical Medicine and Rehabilitation Clinics of North 
America)

Martinez, Santos F. (EDT)
Elsevier Science Health 
Science

2016年

135
Physical Medicine and Rehabilitation Oral Board Review : Interactive Case 
Discussions

Mayer, R. Samuel, M.d. (EDT) Demos Medical Pub 2017年

136
Prevention of Injuries and Overuse in Sports : Directory for Physicians, 
Physiotherapists and Coaches

Mayr, H. O. (EDT)/ Zaffagnini, S. Springer 2015年

137 Low Back Disorders : Evidence-based Prevention and Rehabilitation Mcgill, Stuart Human Kinetics 2015年

138 Hand and Wrist Rehabilitation : Theoretical Aspects and Practical Consequences Mespli&eacute, G. Springer 2015年

139 Measurement and Evaluation in Human Performance
Morrow, James R, Jr., Ph.D./ Mood, Dale 
P., Ph.D./ Disch, James G., Ph

Human Kinetics 2015年

140 Kinesiology : The Skeletal System and Muscle Function Muscolino, Joseph E. Mosby Inc 2016年

141 Musculoskeletal Anatomy Coloring Book Muscolino, Joseph E. Mosby Inc 2017年

142
The Muscle and Bone Palpation Manual with Trigger Points, Referral Patterns and 
Stretching + Evolve

Muscolino, Joseph E. Mosby Inc 2015年

143 The Muscular System Manual : The Skeletal Muscles of the Human Body Muscolino, Joseph E. Mosby Inc 2016年

144 Kinesiology of the Musculoskeletal System : Foundations for Rehabilitation
Neumann, Donald A., Ph.D./ Kelly, 
Elisabeth Roen (ILT)/ Kiefer, Craig

Mosby Inc 2016年

145 Atlas of Osteopathic Techniques Nicholas, Alexander S./ Nicholas, Evan A. Lippincott Williams & Wilkins 2015年

146
Neurologic Rehabilitation : Neuroscience and Neuroplasticity in Physical Therapy 
Practice

Nichols-Larsen, Deborah S., Ph.D. (EDT)/ 
Kegelmeyer, Deborah A. (EDT)/

McGraw-Hill 2016年

147 Measurement of Joint Motion : A Guide to Goniometry Norkin, Cynthia C./ White, D. Joyce F a Davis Co 2016年

148 Kinesiology : The Mechanics and Pathomechanics of Human Movement Oatis, Carol A., Ph.D. Lippincott Williams & Wilkins 2016年

149 Fundamentals of Biomechanics : Equilibrium, Motion, and Deformation OEzkaya, N./ Leger, D./ Goldsheyder, D. Springer 2017年

150 Osteoporosis Rehabilitation : A Practical Approach Oleson, C. V. Springer 2017年

151 Manual Physical Therapy of the Spine Olson, Kenneth A. W B Saunders Co 2015年

152
Documentation for Physical Therapist Practice : A Clinical Decision Making 
Approach

Osborne, Jacqueline A. Jones & Bartlett Learning 2015年

153 Improving Functional Outcomes in Physical Rehabilitation O'Sullivan, Susan B./ Schmitz, Thomas J. F a Davis Co 2016年

154 Physical Rehabilitation
O'Sullivan, Susan B./ Schmitz, Thomas, J., 
Ph.D./ Fulk, George, Ph.D./

F a Davis Co 2019年

155 Introduction to Physical Therapy Pagliarulo, Michael A. Mosby Inc 2015年

156
Neurological Rehabilitation : Spasticity and Contractures in Clinical Practice and 
Research (Rehabilitation Science in Practice)

Pandyan, Anand D. (EDT)/ Hermens, 
Hermie J. (EDT)/ Conway, Bernard A.

CRC Pr I Llc 2018年

157 Integumentary Physical Therapy Park, J. (EDT)/ Jung, D. (EDT) Springer 2016年

158
Outpatient Ultrasound-Guided Musculoskeletal Techniques (Physical Medicine and 
Rehabilitation Clinics of North America, August 2016)

Peck, Evan (EDT)
Elsevier Science Health 
Science

2016年

159 Sports Injuries : Prevention, Treatment and Rehabilitation
Peterson, Lars, M.D., Ph.D./ Renstrom, 
Per, M.D., Ph.D.

CRC Pr I Llc 2017年

160 Case Files in Physical Therapy Pediatrics Pettetier, Eric S. McGraw-Hill 2015年

161 Teaching and Learning in Physical Therapy : From Classroom to Clinic
Plack, Margaret M./ Driscoll, Maryanne, 
Ph.D.

Slack Inc 2017年

162 A Clinician's Guide to Balance and Dizziness : Evaluation and Treatment Plishka, Charles M. Slack Inc 2015年

163 Emerging Therapies in Neurorehabilitation II (Biosystems and Biorobotics)
Pons, J. L. (EDT)/ Raya, R. (EDT)/ 
Gonzalez, J. (EDT)

Springer 2015年

164
Psychologically-Informed Physiotherapy : Embedding Psychosocial Perspectives 
within Clinical Management (Physiotherapy Essentials)

Porter, Stuart, Ph.D. (EDT)/ Martinez, 
Roberto (FRW)

Elsevier Science Health 
Science

2017年

165 Rehabilitation Techniques for Sports Medicine and Athletic Training Prentice, William E., Ph.D. (EDT) Slack Inc 2015年
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166
Physiotherapy in Mental Health and Psychiatry : A Scientific and Clinical Based 
Approach

Probst, Michel, Ph.D. (EDT)/ Skjaerven, 
Liv Helvik (EDT)

Elsevier Science Health 
Science

2017年

167 Physical Therapy for Children with Cerebral Palsy : An Evidence-Based Approach Rahlin, Mary Slack Inc 2016年

168 Joint Range of Motion and Muscle Length Testing
Reese, Nancy Berryman, Ph.D./ Bandy, 
William D., Ph.D./ Yates, Charlot

W B Saunders Co 2016年

169 Palpation Techniques Reichert, Bernhard Thieme 2015年

170 Orthopedic Clinical Examination Reiman, Michael P. (EDT) Human Kinetics 2016年

171 Neurorehabilitation Technology
Reinkensmeyer, D. J. (EDT)/ Dietz, V. 
(EDT)

Springer 2016年

172 Chronic Pain (Physical Medicine and Rehabilitation Clinics of North America)
Robinson, James P. (EDT)/ Singh, Virtaj 
(EDT)

Elsevier Science Health 
Science

2015年

173
Massage Therapy : Principles and Practice (Massage Therapy Principles and 
Practice)

Salvo, Susan G. W B Saunders Co 2015年

174 Mosby's Pathology for Massage Therapists Salvo, Susan G. Mosby Inc 2017年

175 Foundation in Kinesiology and Biomechanics Samuels, Vickie F a Davis Co 2017年

176 Hand and Upper Extremity Rehabilitation : A Practical Guide
Saunders, Rebecca J. (EDT)/ Astifidis, 
Romina P. (EDT)/ Burke, Susan L

Churchill Livingstone 2015年

177
Foundations of Osteopathic Medicine : Philosophy, Science, Clinical Applications, 
and Research

Seffinger, Michael A. (EDT)/ Hruby, Ray 
(EDT)/ Willard, Frank H., Ph.D

Lippincott Williams & Wilkins 2019年

178 The Color Atlas of Physical Therapy Shamus, Eric, Ph.D. (EDT) McGraw-Hill 2015年

179 Examination of Musculoskeletal Injuries
Shultz, Sandra J., Ph.D./ Houglum, Peggy 
A., Ph.D./ Perrin, David H.,

Human Kinetics 2015年

180 Motor Control : Translating Research into Clinical Practice
Shumway-Cook, Anne, Ph.D./ Woollacott, 
Marjorie H., Ph.D.

Lippincott Williams & Wilkins 2016年

181 Mechanisms and Management of Pain for the Physical Therapist Sluka, Kathleen A., Ph.D. Lippincott Williams & Wilkins 2016年

182
Anatomy and Human Movement : Structure and Function (Physiotherapy 
Essentials)

Soames, Roger/ Palastanga, Nigel/ 
Richardson, Paul (ILT)

Elsevier Science Health 
Science

2018年

183 Clinical Guide to Positional Release Therapy Speicher, Timothy Human Kinetics 2016年

184 Examination of Orthopedic & Athletic Injuries Starkey, Chad, Ph.D./ Brown, Sara D. F a Davis Co 2015年

185 Orthopedic & Athletic Injury Examination Handbook Starkey, Chad, Ph.D./ Brown, Sara D. F a Davis Co 2015年

186 Spasticity Management : A Practical Multidisciplinary Guide
Stevenson, Valerie L. (EDT)/ Jarrett, 
Louise (EDT)

CRC Pr I Llc 2016年

187
Myotonic Dystrophy : Disease Mechanism, Current Management and Therapeutic 
Development

Takahashi, Masanori (EDT)/ Matsumura, 
Tsuyoshi (EDT)

Springer 2018年

188 The Physiology of Exercise in Spinal Cord Injury (Physiology in Health and Disease) Taylor, J. A. (EDT) Springer 2016年

189 Full Stride : Advancing the State of the Art in Lower Extremity Gait Systems
Tepe, Victoria (EDT)/ Peterson, Charles 
(EDT)

Springer 2017年

190
Hands Heal : Communication, Documentation, and Insurance Billing for Manual 
Therapists

Thompson, Diana L. Lippincott Williams & Wilkins 2018年

191 Multicultural Neurorehabilitation : Clinical Principals for Rehabilitation Professionals Uomoto, Jay M., Ph.D. (EDT) Springer Pub Co 2015年

192 Neurorehabilitation for Central Nervous System Disorders van der Brugge, Frans Springer 2017年

193 Cardiopulmonary Physiotherapy in Trauma : An Evidence-Based Approach
Van, Aswegen Heleen (EDT)/ Morrow, 
Brenda (EDT)

Imperial College Pr 2015年

194 Clinical Handbook of Neuromuscular Medicine Walk, David (EDT) Springer 2018年

195
Easy EMG : A Guide to Performing Nerve Conduction Studies and 
Electromyography

Weiss, Jay M., M.D./ Weiss, Lyn D., M.D./ 
Silver, Julie K., M.D./ Dowl

Elsevier Science Health 
Science

2015年

196
A Massage Therapist's Guide to Pathology : Critical Thinking and Practical 
Application

Werner, Ruth Books of Discovery 2015年

197
Scheumann's the Balanced Body : A Guide to the Integrated Deep Tissue Therapy 
System

Werner, Ruth Lippincott Williams & Wilkins 2017年

198 Muscle Function Testing : A Visual Guide Wieben, Karin/ Falkenberg, Bernd Thieme 2015年
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199 Orthopaedic Manual Physical Therapy : From Art to Evidence Wise, Christopher H. F a Davis Co 2015年

200 Dr. Vodder's Manual Lymph Drainage : A Practical Guide
Wittlinger, Hildegard/ Wittlinger, Andreas/ 
Wittlinger, Dieter

Thieme 2019年

201 Manual of Traumatic Brain Injury : Assessment and Management Zollman, Felise S., M.D. (EDT) Demos Medical Pub 2016年

202 Lymphedema Management : The Comprehensive Guide for Practitioners Zuther, Joachim Ernst/ Norton, Steve Thieme 2017年

203 The History of Occupational Therapy : The First Century Anderen, Lori T./ Reed, Kathlyn L., Ph.D. Slack Inc 2017年

204 Conditions in Occupational Therapy : Effect on Occupational Performance
Atchison, Ben J., Ph.D./ Dirette, Diane 
Powers, Ph.D.

Lippincott Williams & Wilkins 2016年

205
Occupational Therapy with Aging Adults : Promoting Quality of Life through 
Collaborative Practice

Barney, Karen Frank, Ph.D./ Perkinson, 
Margaret A., Ph.D.

Mosby Inc 2015年

206
Boosting Learning in the Primary Classroom : Occupational Therapy Strategies 
That Really Work with Pupils (David Fulton)

Blyth, Sheilagh Routledge 2015年

207 Functional Performance in Older Adults
Bonder, Bette, Ph.D./ Bello-Haas, Vanina 
Dal, Ph.D.

F a Davis Co 2018年

208 Leading & Managing Occupational Therapy Services : An Evidence-Based Approach Braveman, Brent F a Davis Co 2016年

209 The Evidence-Based Practitioner : Applying Research to Meet Client Needs Brown, Catana, Ph.D. F a Davis Co 2016年

210 Occupational Therapy in Mental Health : A Vision for Participation
Brown, Catana/ Stoffel, Virginia C./ 
Munoz, Jaime

F a Davis Co 2019年

211 Creative Engagement in Occupation : Building Professional Skills
Coffey, Margaret S./ Lamport, Nancy K./ 
Hersch, Gayle I., Ph.D.

Slack Inc 2015年

212
Group Dynamics in Occupational Therapy : The Theoretical Basis and Practice 
Application of Group Intervention

Cole, Marilyn B. Slack Inc 2017年

213 Productive Aging : An Occupational Perspective
Cole, Marilyn B./ Macdonald, Karen C., 
Ph.D.

Slack Inc 2015年

214 Principles and Practice of Psychiatric Rehabilitation : An Empirical Approach
Corrigan, Patrick W./ Mueser, Kim T. 
(FRW)

Guilford Pubn 2016年

215
Strategies for Collaborating with Children : Creating Partnerships in Occupational 
Therapy and Research

Curtin, Clare, Ph.D. Slack Inc 2016年

216
Occupational Therapy for People Experiencing Illness, Injury or Impairment : 
Promoting Occupation and Participation (Occupational Therapy Essentials)

Curtin, Michael (EDT)/ Egan, Mary, Ph.D. 
(EDT)/ Adams, Jo, Ph.D. (EDT)

Elsevier Science Health 
Science

2017年

217
Implementing Occupation-Centred Practice : A Practical Guide for Occupational 
Therapy Practice Learning

Dancza, Karina (EDT)/ Rodger, Sylvia 
(EDT)

Routledge 2018年

218 1001 Pediatric Treatment Activities : Creative Ideas for Therapy Sessions Danto, Ayelet H./ Pruzansky, Michelle Slack Inc 2015年

219 Occupational Therapy Student to Clinician : Making the Transition Davis, Lisa/ Rosee, Marilyn Slack Inc 2015年

220 Introduction to Research : Understanding and Applying Multiple Strategies
Depoy, Elizabeth, Ph.D./ Gitlin, Laura N., 
Ph.D.

Mosby Inc 2015年

221 Willard and Spackman's Occupational Therapy -- Hardback Doe, John Wolters Kluwer Health 2018年

222 Mental Health Concepts and Techniques for the Occupational Therapy Assistant Early, Mary Beth Lippincott Williams & Wilkins 2016年

223 Documentation Manual for Occupational Therapy : Writing SOAP Notes
Gateley, Crystal A., Ph.D./ Borcherding, 
Sherry

Slack Inc 2016年

224 Stroke Rehabilitation : A Function-Based Approach (Stroke Rehabilitation) Gillen, Glen Mosby Inc 2015年

225 Kinesiology : Movement in the Context of Activity (Kinesiology)
Greene, David Paul, Ph.D./ Roberts, 
Susan L.

Mosby Inc 2016年

226 Perspectives on Human Occupation : Theories Underlying Practice
Hinojosa, Jim, Ph.D./ Kramer, Paula, 
Ph.d./ Royeen, Charlotte Brasic,

F a Davis Co 2017年

227 Occupational Therapy in Acute Care -- Hardback Holm, Suzanne
American Occupational 
Therapy

2017年

228
Kinesiology for the Occupational Therapy Assistant : Essential Components of 
Function and Movement

Keough, Jeremy L./ Sain, Susan J./ 
Roller, Carolyn L.

Slack Inc 2017年

229 Frames of Reference for Pediatric Occupational Therapy
Kramer, Paula, Ph.d./ Hinojosa, Jim. 
Ph.D./ Howe, Tsu-Hsin, Ph.D.

Lippincott Williams & Wilkins 2019年

230
Bruce & Borg's Psychosocial Frames of Reference : Theories, Models, and 
Approaches for Occupation-based Practice

Krupa, Terry, Ph.D./ Kirsh, Bonnie, Ph.D./ 
Pitts, Deborah, Ph.D./ Foss

Slack Inc 2015年

231
Measuring Occupational Performance : Supporting Best Practice in Occupational 
Therapy

Law, Mary, Ph.D. (EDT)/ Baum, Carolyn, 
Ph.D. (EDT)/ Dunn, Winnie, Ph.D

Slack Inc 2016年
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232 Occupational Therapy with Elders : Strategies for the COTA
Lohman, Helene L./ Byers-Connon, Sue/ 
Padilla, Rene L., Ph.D.

Mosby Inc 2018年

233
Adult Physical Conditions : Intervention Strategies for Occupational Therapy 
Assistants

Mahle, Amy J./ Ward, Amber L. F a Davis Co 2018年

234 Mental Health Practice for the Occupational Therapy Assistant Manville, Christine A./ Keough, Jeremy L. Slack Inc 2016年

235
Neuropsychology for Occupational Therapists : Cognition in Occupational 
Performance

Maskill, Linda (EDT)/ Tempest, Stephanie 
(EDT)

Blackwell Pub 2017年

236 Theoretical Basis of Occupational Therapy
McColl, Mary Ann, Ph.D./ Law, Mary, 
Ph.D./ Stewart, Debra

Slack Inc 2015年

237 Occupational Therapy Interventions : Function and Occupations Meriano, Catherine/ Latella, Donna Slack Inc 2016年

238 Neurorehabilitation Therapy and Therapeutics
Nair, Krishanan Padmakumari Sivaraman 
(EDT)/ Gonzalez-fernandez, Marli

Cambridge Univ Pr 2018年

239 Introduction to Occupational Therapy
O'brien, Jane Clifford, Ph.d./ Hussey, 
Susan M.

Mosby Inc 2017年

240
Cognitive Orientation to Daily Occupational Performance in Occupational Therapy : 
Using the Co-op Approach (Tm) to Enable Participation Across the Lif

Polatajko, Helene
American Occupational 
Therapy

2017年

241
Occupation-Centred Practice with Children : A Practical Guide for Occupational 
Therapists

Rodger, Sylvia (EDT)/ Kennedy-Behr, 
Ann, Dr. (EDT)

Blackwell Pub 2017年

242 Disaster and Development : An Occupational Perspective
Rushford, Nancy, Ph.D. (EDT)/ Thomas, 
Kerry (EDT)/ Scherrer, Valerie (

Churchill Livingstone 2015年

243
Occupational Therapies without Borders : Integrating Justice with Practice 
(Occupational Therapy Essentials)

Sakellariou, Dikaios, Ph.D. (EDT)/ Pollard, 
Nick, Ph.D. (EDT)/ Rudman,

Elsevier Science Health 
Science

2016年

244
Clinician's Guide for Implementing Ayres Sensory Integration (R) : Promoting 
Participation for Children with Autism -- Paperback / softback

Schaaf, Roseann C./ Mailloux, Zoe
American Occupational 
Therapy

2015年

245
Clinical and Professional Reasoning in Occupational Therapy + Occupational 
Therapy in Action

Schell, Barbara A. Boyt, Ph.D./ Schell, 
John W., Ph.D./ Trickey-Rokenb

Lippincott Williams & Wilkins 2017年

246 Kielhofner's Model of Human Occupation : Theory and Application Taylor, Renee R., Ph.D. Lippincott Williams & Wilkins 2017年

247
Kielhofner's Research in Occupational Therapy : Methods of Inquiry for Enhancing 
Practice

Taylor, Renee R., Ph.D. F a Davis Co 2017年

248 Occupation-Based Activity Analysis Thomas, Heather, Ph.D. Slack Inc 2015年

249 Foundations of Pediatric Practice for the Occupational Therapy Assistant
Wagenfeld, Amy, Ph.D. (EDT)/ Kaldenberg, 
Jennifer (EDT)/ Honaker, DeLa

Slack Inc 2016年

250 Low Vision Rehabilitation : A Practical Guide for Occupational Therapists
Whittaker, Stephen G., Ph.D./ Scheiman, 
Mitchell/ Sokol-mckay, Debra A

Slack Inc 2015年

251 An Occupational Perspective of Health
Wilcock, Ann A., Ph.D./ Hocking, Clare, 
Ph.D.

Slack Inc 2015年

252
Occupational Therapy Practice Guidelines for Adults with Stroke (The Aota 
Practice Guidelines Series) -- Paperback / softback

Wolf, Timothy J./ Nilsen, Dawn M.
American Occupational 
Therapy

2015年

253 Routledge Handbook of Communication Disorders
Bahr, Ruth Huntley (EDT)/ Silliman, Elaine 
R. (EDT)

Routledge 2015年

254
Adjunctive Rehabilitation Approaches to Oncology (Physical Medicine and 
Rehabilitation Clinics of North America)

Cheville, Andrea L. (EDT)
Elsevier Science Health 
Science

2016年

255
Sensorimotor Rehabilitation : At the Crossroads of Basic and Clinical Sciences 
(Progress in Brain Research)

Dancause, Numa (EDT)/ Rossignol, Serge 
(EDT)/ Nadeau, Sylvie (EDT)

Elsevier Science Serials 2015年

256 Dysphagia : Clinical Management in Adults and Children
Groher, Michael E., Ph.D./ Crary, Michael 
A., Ph.D.

Mosby Inc 2015年

257
Research in Communication Sciences and Disorders : Methods for Systematic 
Inquiry

Nelson, Lauren K., Ph.D. Plural Pub Inc 2016年

258 The Clinician's Guide to Treating Cleft Palate Speech
Peterson-Falzone, Sally J., Ph.D./ Trost-
Cardamone, Judith E., Ph.D./

Mosby Inc 2016年

259 Introduction to Sound : Acoustics for the Hearing and Speech Sciences Speaks, Charles E., Ph.D. Plural Pub Inc 2017年

260 Neurology for the Speech-Language Pathologist Webb, Wanda G., Ph.D. Mosby Inc 2016年

261 Augmentative and Alternative Communication : Engagement and Participation Alant, Erna Plural Pub Inc 2016年

262 Here's How to Treat Childhood Apraxia of Speech (Here's How Series) Fish, Margaret Plural Pub Inc 2015年

263 Gerontology for the Health Care Professional
Robnett, Regula H./ Brossoie, Nancy/ 
Chop, Walter C.

Jones & Bartlett Learning 2018年

264 Voice Disorders
Sapienza, Christine, Ph.D./ Ruddy, Bari 
Hoffman, Ph.D.

Plural Pub Inc 2017年
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265 Philosophy of Medicine Broadbent, Alex Oxford Univ Pr 2019年

266 Care and Cure : An Introduction to Philosophy of Medicine Stegenga, Jacob Univ of Chicago Pr 2018年

267 Philosophy of Medicine : An Introduction Thompson, R. Paul/ Upshur, Ross E. G. Routledge 2017年

268 The Routledge Companion to Bioethics (Routledge Philosophy Companions)
Arras, John D. (EDT)/ Fenton, Elizabeth 
(EDT)/ Kukla, Rebecca (EDT)

Routledge 2018年

269
Dying in the Twenty-First Century : Toward a New Ethical Framework for the Art 
of Dying Well (Basic Bioethics)

Dugdale, Lydia S., M.D. (EDT) Mit Pr 2017年

270
Bioethical Prescriptions : To Create, End, Choose, and Improve Lives (Oxford 
Ethics)

Kamm, F. M. Oxford Univ Pr 2016年

271 Ethics and Health Care : An Introduction (Cambridge Applied Ethics) Moskop, John C. Cambridge Univ Pr 2016年

272 Global Education in Bioethics (Advancing Global Bioethics) ten Have, Henk (EDT) Springer 2018年

273
Integrating Health Humanities, Social Science, and Clinical Care : A Guide to Self-
Discovery, Compassion, and Well-Being

Williams, Anna-leila Routledge 2018年

274 Genomics and Society : Ethical, Legal, Cultural and Socioeconomic Implications
Kumar, Dhavendra (EDT)/ Chadwick, Ruth 
(EDT)

Academic Pr 2015年

275
Historical Dictionary of Medical Ethics (Historical Dictionaries of Religions, 
Philosophies and Movements)

McCullough, Laurence B. Rowman & Littlefield Pub Inc 2018年

276 Global Bioethics : An introduction Ten Have, Henk Routledge 2016年

277 The Oxford Handbook of Ethics at the End of Life (Oxford Handbooks)
Youngner, Stuart J. (EDT)/ Arnold, Robert 
M. (EDT)

Oxford Univ Pr 2016年

278 Medical Decision Making : A Health Economic Primer Felder, S./ Mayrhofer, T. Springer 2017年

279 Introduction to Bioethics Bryant, John A./ LA Velle, Linda Baggott Wiley 2018年

280
Bioethics, Public Health and the Social Sciences for the Medical Professions : An 
Integrated, Case-Based Approach (Medical Textbooks)

Caruso Brown, Amy E. (EDT)/ Hobart, 
Travis R. (EDT)/ Morrow, Cynthia B. 
(EDT)

Springer 2019年

281 Medical Ethics, Law and Communication at a Glance (At a Glance)
Davey, Patrick (EDT)/ Rathmell, Anna 
(EDT)/ Dunn, Michael (EDT)/ Foste

Wiley-Blackwell 2016年

282 Shared Decision Making in Health Care : Achieving Evidence-based Patient Choice
Elwyn, Glyn (EDT)/ Edwards, Adrian 
(EDT)/ Thompson, Rachel (EDT)

Oxford Univ Pr 2016年

283 Rights Come to Mind : Brain Injury, Ethics, and the Struggle for Consciousness Fins, Joseph J. Cambridge Univ Pr 2015年

284 Ethics in Palliative Care : A Complete Guide Macauley, Robert C. Oxford Univ Pr 2018年

285 Health Care Ethics : Critical Issues for the 21st Century
Morrison, Eileen E. (EDT)/ Furlong, Beth, 
Ph.D., R.N. (EDT)

Jones & Bartlett Learning 2018年

286 The Patient's Wish to Die : Research, Ethics, and Palliative Care
Rehmann-sutter, Christoph (EDT)/ Gudat, 
Heike (EDT)/ Ohnsorge, Kathrin

Oxford Univ Pr 2015年

287 Ethical Dilemmas in Emergency Medicine
Marco, Catherine (EDT)/ Schears, Raquel 
(EDT)

Cambridge Univ Pr 2015年

288 ACLS Aehlert, Barbara, R.N. Mosby Inc 2016年

289
The Beginner's Guide to Intensive Care : A Handbook for Junior Doctors and Allied 
Professionals

Arora, Nitin (EDT)/ Laha, Shondipon K. 
(EDT)

CRC Pr I Llc 2018年

290 Field Guide to Wilderness Medicine
Auerbach, Paul S./ Constance, Benjamin 
B./ Freer, Luanne

Elsevier Science Health 
Science

2019年

291 Emergency Medicine : Diagnosis and Management Brown, Anthony F. T./ Cadogan, Mike D. CRC Pr I Llc 2016年

292 Critical Care Secrets
Parsons, Polly E., M.D./ Wiener-Kronish, 
Jeanine P., M.D./ Stapleton,

Elsevier Science Health 
Science

2018年

293 Acute Medicine : A Practical Guide to the Management of Medical Emergencies
Sprigings, David C. (EDT)/ Chambers, 
John B.

Blackwell Pub 2017年

294
Annual Update in Intensive Care and Emergency Medicine 2018 (Annual Update in 
Intensive Care and Emergency Medicine)

Vincent, Jean-Louis (EDT) Springer 2018年

295 Oxford Textbook of Critical Care (Oxford Medical Publications)
Webb, Andrew, M.D. (EDT)/ Angus, Derek, 
C., M.D. (EDT)/ Finfer, Simon

Oxford Univ Pr 2016年

296 Genetic Control of Malaria and Dengue Adelman, Zach N. Academic Pr 2015年

297 Peters' Atlas of Tropical Medicine and Parasitology
Moore, David/ Morris-jones, Stephen/ 
Nabarro, Laura

Elsevier Science Health 
Science

2019年
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298 Chikungunya Virus : Advances in Biology, Pathogenesis, and Treatment Okeoma, C. M. Springer 2017年

299 Infectious Diseases : A Geographic Guide
Petersen, Eskild, M.D. (EDT)/ Chen, Lin 
H., M.D. (EDT)/ Schlagenhauf-L

Blackwell Pub 2017年

300 Tropical Dermatology
Tyring, Stephen K., M.D., Ph.D. (EDT)/ 
Lupi, Omar, MD., Ph.D. (EDT)/ H

Elsevier Science Health 
Science

2016年

301
International Sports Volunteering (Routledge Research in Sport, Culture and 
Society)

Benson, Angela M. (EDT)/ Wise, Nicholas 
(EDT)

Routledge 2017年

302
Short-Term Staff, Long-Term Benefits : Making the Most of Interns, Volunteers, 
Student Workers, and Temporary Staff in Libraries

Bird, Nora J. (EDT)/ Crumpton, Michael A. 
(EDT)

Libraries Unltd Inc 2018年

303
A Social History of Student Volunteering : Britain and Beyond, 1880-1980 
(Historical Studies in Education)

Brewis, Georgina Palgrave Macmillan 2014年

304
Volunteer Tourism : The Lifestyle Politics of International Development 
(Contemporary Geographies of Leisure, Tourism and Mobility)

Butcher, Jim/ Smith, Peter Routledge 2015年

305
Volunteer Tourism : Popular Humanitarianism in Neoliberal Times (New Directions in 
Tourism Analysis)

Mostafanezhad, Mary Ashgate Pub Co 2014年

306 How to Become an International Disaster Volunteer Noone, Michael Butterworth-Heinemann 2017年

307
On the Margins of Japanese Society : Volunteers and the Welfare of the Urban 
Underclass (Nissan Institute/routledge Japanese Studies)

Stevens, Carolyn S. Routledge 2013年

308
Gender and the Professions : International and Contemporary Perspectives 
(Routledge Studies in Gender and Organizations)

Broadbent, Kaye (EDT)/ Strachan, Glenda 
(EDT)/ Healy, Geraldine (EDT)

Routledge 2017年

309 Queer Media Images : LGBT Perspectives
Campbell, Jane (EDT)/ Carilli, Theresa 
(EDT)

Lexington Books 2015年

310
Handbook of the Sociology of Sexualities (Handbooks of Sociology and Social 
Research)

DeLamater, J. (EDT)/ Plante, R. F. (EDT) Springer 2015年

311 Body Image : Understanding Body Dissatisfaction in Men, Women and Children Grogan, Sarah Routledge 2016年

312
Routledge Handbook of Sport, Gender and Sexuality (Routledge International 
Handbooks)

Hargreaves, Jennifer (EDT)/ Anderson, 
Eric (EDT)

Routledge 2016年

313
Handbook of LGBT Elders : An Interdisciplinary Approach to Principles, Practices, 
and Policies

Harley, D. A. (EDT)/ Teaster, P. B. (EDT) Springer 2015年

314 The Cambridge Handbook of Sexual Development : Childhood and Adolescence Lamb, Sharon (EDT)/ Gilbert, Jen (EDT) Cambridge Univ Pr 2018年

315 Sexuality (The Basics) Lerum, Kari Routledge 2019年

316 Gender (The Basics) Lips, Hilary M. Routledge 2018年

317
Bisexuality : Identities, Politics, and Theories (Genders and Sexualities in the Social 
Sciences)

Monro, Surya Palgrave Macmillan 2015年

318
Gender, Care and Migration in East Asia (Series in Asian Labor and Welfare 
Policies)

Ogawa, Reiko (EDT)/ Chan, Raymond K. 
H. (EDT)/ Oishi, Akiko S. (EDT)

Palgrave Macmillan 2017年

319
The Ashgate Research Companion to Lesbian and Gay Activism (Ashgate Research 
Companion)

Paternotte, David (EDT)/ Tremblay, 
Manon (EDT)

Ashgate Pub Co 2015年

320
Sexualities in World Politics : How LGBTQ Claims Shape International Relations 
(Interventions)

Picq, Manuela Lavinas (EDT)/ Thiel, 
Markus (EDT)

Routledge 2015年

321 The Palgrave Handbook of the Psychology of Sexuality and Gender
Richards, Christina (EDT)/ Barker, Meg 
John (EDT)

Palgrave Macmillan 2015年

322 Writing Pregnancy in Low-Fertility Japan Seaman, Amanda C. Univ of Hawaii Pr 2016年

323
Gender, Sex, and Politics : In the Streets and between the Sheets in the 21st 
Century

Tarrant, Shira (EDT) Routledge 2015年

324 Sexuality in Adolescence : The Digital Generation (Adolescence and Society)
Temple-smith, Meredith/ Moore, Susan/ 
Rosenthal, Doreen

Routledge 2015年

325 Cultural Politics of Gender and Sexuality in Contemporary Asia Zheng, Tiantian (EDT) Univ of Hawaii Pr 2016年
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1 訪問リハビリテーション ｇｅｎｅ（ジーン）

2 総合リハビリテーション 医学書院

3 理学療法ジャーナル 医学書院

4 ＣＬＩＮＩＣＡＬ　ＲＥＨＡＢＩＬＩＴＡＴＩＯＮ（含増刊） 医歯薬出版株式会社

5 運動器リハビリテーション インテルナ出版

6 リハビリテーション研究 教宣文化社

7 作業療法 協同医書出版

8 ＭＥＤＩＣＡＬ　ＲＥＨＡＢＩＬＩＴＡＴＩＯＮ（含増刊） 全日本病院出版会

9 ＭＯＮＴＨＬＹ　ＢＯＯＫ　ＥＮＴＯＮＩ 全日本病院出版会

10 月刊手技療法 たにぐち書店

11 日本摂食・嚥下リハビリテーション学会雑誌 日本摂食・嚥下リハビリテーション学会

12 リハビリテーション・エンジニアリング 日本リハビリテーション工学協会

13 理学療法学 日本理学療法士協会

14 リハビリテーション医学 三輪書店

15 作業療法ジャーナル（含増刊） 三輪書店

16 理学療法 メディカルプレス社

17 リハビリナース（含増刊） メディカ出版

18 理学療法科学 理学療法科学学会

19 臨床作業療法 青海社

20 Journal of Physiological Sciences 日本生理学会（Springer Nature）

21 精神障害とリハビリテーション
日本精神障害者リハビリテーション学会
（金剛出版）

22 リハビリテーションスポーツ 日本リハビリテーションスポーツ学会

23 臨床スポーツ医学 文光堂

24 人間工学 日本人間工学会

25 病院・地域精神医学 日本病院・地域精神医学会

26 認知行動療法研究 日本認知・行動療法学会

27 脳卒中リハビリテーション gene

28 medicina 医学書院

雑誌一覧
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29 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害学 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ障害学会

30 ﾌﾟﾗｸﾃｨｽ(ＰＲＡＣＴＩＣＥ) 医歯薬出版

31 医療判例解説 医事法令社

32 高次脳機能研究
日本高次脳機能障害学会（新興医学出版
社）

33 作業療法ｼﾞｬｰﾅﾙ（含増刊） 三輪書店

34 最新医学 最新医学社

35 治療 南山堂

36 整形･災害外科（含増刊） 金原書店

37 精神医学 医学書院

38 体育の科学 杏林書院

39 地域ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 三輪書店

40 日本認知症ｹｱ学会誌 ﾜｰﾙﾄﾞﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ

41 脳と発達 診断と治療社

42 発達障害研究 日本発達障害学会

43 発達心理学研究 日本発達心理学会

44 臨床病理 克誠堂出版

45 ｸﾘﾆｶﾙﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ/ＣＬＩＮＩＣＡＬ　ＲＥＨＡＢＩＬＩＴＡＴＩＯＮ（含増刊） 医歯薬出版

46 脳神経内科 科学評論社

47 発達教育 公益社団法人 発達協会

48 保険診療 医学通信社

49 日経ヘルスケア 日経ＢＰ

50 月刊WAM 法研社
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Ｎo タイトル 制作者 形態 制作年

1 ﾓｰﾀｰｺﾝﾄﾛｰﾙ 医歯薬出版 DVD 2016年

2 ﾌｨｼﾞｶﾙｱｾｽﾒﾝﾄ完全攻略Book 慧文社 DVD 2015年

3 人体のしくみと病気がわかる事典 西東社 DVD 2013年

4 ｸﾘﾆｶﾙﾏｯｻｰｼﾞ James H.Clay DVD 2012年

5 吃音に向き合うためのﾄﾞｷｭﾒﾝﾀﾘｰ映像集 北川敬一 DVD 2005年

6 新･徒手筋力検査法 協同医書出版社 DVD 2010年

7 心肺蘇生法完全ﾏｽﾀｰ 医学芸術新社 DVD 2007年

8 臨床に役立つ解剖学実習 医歯薬出版 DVD 2005年

9 臨床に役立つ解剖学実習 医歯薬出版 DVD 2005年

10 実践ｱｽﾚﾁｯｸﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 南江堂 CD-ROM 2005年

11 この地球にすんでいる僕の仲間たちへ ｴｽｺｱｰﾙ DVD 2005年

12 もっと!らくらく動作介助ﾏﾆｭｱﾙ 医学書院 DVD 2005年

13 目で見る病気5 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2005年

14 いまさら聞けない腹部ｴｺｰの基礎 超音波講習会を再現 秀潤社 CD-ROM 2003年

15 目で見る病気4 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2005年

16 目で見る病気6 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2005年

17 動画で見る音声障害1.0 DVD 2005年

18 嚥下障害 医歯薬出版 DVD 2004年

19 英国王のｽﾋﾟｰﾁ ﾑｰﾋﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾝﾊﾟﾆｰ DVD 2013年

20 ｷｬﾝﾍﾞﾙ整形外科手術書 ﾋﾞﾃﾞｵ映像(英語版) CD-ROM 2005年

21 脳画像の読み方 CD-ROM 2011年

22 失語の症候学 医学書院 CD-ROM 2004年

23 失語の症候学 医学書院 CD-ROM 2004年

24 目で見る病気10 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2012年

25 目で見る病気13 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2012年

26 目で見る病気14 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2012年

27 目で見る病気15 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2012年

28 目で見る病気11 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2011年

視聴覚資料一覧(既設)
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視聴覚資料一覧(既設)

29 目で見る病気12 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2011年

30 目で見る病気7 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2010年

31 目で見る病気8 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2010年

32 目で見る病気9 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2011年

33 目で見る病気3 循環器の疾患 医学映像教育ｾﾝﾀｰ DVD 2010年

34 臨床に役立つ解剖学実習 医歯薬出版 DVD 2007年

35 言語聴覚士の音響学入門 海文堂出版 CD-ROM 2005年

36 言語聴覚士の音響学入門 海文堂出版 CD-ROM 2005年

37 言語聴覚士の音響学入門 海文堂出版 CD-ROM 2005年

38 言語聴覚士の音響学入門 海文堂出版 CD-ROM 2005年

39 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｽﾀｯﾌのための整形外科手術動画集 南江堂 2016年

40 脳卒中急性期における看護ｹｱとﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 完全ｶﾞｲﾄﾞ 慧文社 2015年

41 新･徒手筋力検査 2014年

42 ｢見えにくさ｣とともに生きる 東京盲ろう者友の会 2014年

43 反射と重力 2005年

44 高齢者の筋力ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ 講談社 2013年

45 ｵｰﾁｽのｷﾈｼｵﾛｼﾞｰ 2012年

46 ﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病はこうすれば変わる! 三輪書店 2012年

47 Dr.F 格闘技の運動学2 ｸｴｽﾄ 2005年

48 ちょっと待った!その契約 東京都消費生活総合ｾﾝﾀｰ 2005年

49 ｱｳｴｱﾈｽ介助論 藤本浩喜 2011年

50 ｱｳｴｱﾈｽ介助論 藤本浩喜 2011年

51 理学療法白書 2010年版 日本理学療法士協会 2011年

52 実践嚥下内視鏡検査(VE) : 動画でみる嚥下診療ﾏﾆｭｱﾙ ｲﾝﾃﾙﾅ出版 2011年

53 MRI断層解剖ｱﾄﾗｽ第2版 日本医事新報社 2010年

54 片麻痺回復のための運動療法 医学書院 2010年

55 動画で学ぶ脊髄損傷のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 2010年

56 基礎ﾊﾞｲｵﾒｶﾆｸｽ 医歯薬出版株式会社 2010年

339



Ｎo タイトル 制作者 形態 制作年

視聴覚資料一覧(既設)

57 理学療法学37 2010 2010年

58 ROM測定 三輪書店 2010年

59 臨床実習のための歩行分析ﾄﾚｰｲﾆﾝｸﾞﾌﾞｯｸ 金原出版 2010年

60 理学療法27 2010 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾌﾟﾚｽ 2010年

61 楽しみながらｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ力をつける ことばのｹﾞｰﾑ集 ｴｽｺｱｰﾙ出版部 2009年

62 歩き始めと歩行の分析 医歯薬出版 2009年

63 ｸﾘﾆｶﾙﾏｯｻｰｼﾞ 医道の日本社 2009年

64 ﾏｲｵﾁｭｰﾆﾝｸﾞｱﾌﾟﾛｰﾁ入門 2009年

65 3D踊る肉弾 ｴﾇ･ﾃｨ-･ｴｽ 2009年

66 日本理学療法学術大会抄録集 医歯薬出版 2009年

67 病院からの地域生活移行における中間的支援のあり方についての研究 横浜市総合保健医療財団 2009年

68 観察による運動･動作分析演習ﾉｰﾄ 医歯薬出版 2009年

69 理学療法26-1 2009年1月 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾌﾟﾚｽ 2009年

70 日本理学療法学術大会抄録集 2009 日本理学療法士協会 2005年

71 あなたにもできる! 超人の動き 動きのｴﾈﾙｷﾞｰ革命 東京印書館 2008年

72 PT･OTのための測定評価 ﾊﾞﾗﾝｽ評価 三輪書店 2008年

73 ｶﾞﾁﾎﾞｰｲ ﾎﾟﾆｰｷｬﾆｵﾝ 2008年

74 失行 医学書院 2008年

75 失行 医学書院 2008年

76 理学療法25-9 2008年9月 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾌﾟﾚｽ 2008年

77 平成20年度版 厚生労働白書 ぎょうせい 2008年

78 医療ﾀｲﾑｽ1881 医療ﾀｲﾑｽ社 2008年

79 ADL 作業療法の戦略･戦術･技術 三輪書店 2008年

80 医療ﾀｲﾑｽ  2009年5月4･11日 医療ﾀｲﾑｽ社 2005年

81 理学療法24-12 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾌﾟﾚｽ 2007年

82 柔道上達のﾌﾟﾛｾｽ 永岡書店 2007年

83 看護必要度 看護ｻｰﾋﾞｽの新たな評価基準 日本看護協会出版会 2007年

84 厚生労働白書 厚生労働省 2007年
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視聴覚資料一覧(既設)

85 高齢社会基礎資料 2007-2008年度版 中央法規出版 2007年

86 理学療法24-8 2007 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾌﾟﾚｽ 2007年

87 PT･OTのための測定評価 形態測定･反射検査 2007年

88 PT･OTのための測定評価 形態測定･反射検査 三輪書店 2007年

89 上肢の骨折･脱臼 ﾒｼﾞｶﾙﾋﾞｭ-社 2007年

90 声に出して覚える心電図 南江堂 2007年

91 専修学校各種学校調査統計資料
東京都専修学校各種学校協
会

2007年

92 平成18年度文部科学省｢専修学校教育重点支援ﾌﾟﾗﾝ｣委託事業
臨床福祉専門学校 理学療法
学科

2007年

93 平成18年度文部科学省｢専修学校教育重点支援ﾌﾟﾗﾝ｣委託事業
臨床福祉専門学校 理学療法
学科

2007年

94 ｽﾎﾟｰﾂ･ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ 柔道ﾊﾟｰﾌｪｸﾄﾏｽﾀｰ 新星出版 DVD

95 片ﾏﾋと失語症･私の快適生活 ﾁｮｯﾄした工夫で自分らしく ｴｽｺｱｰﾙ出版部 2007年

96 DVDで学理学療法ﾃｸﾆｯｸ 南江堂 2007年

97 DVDで学ぶ理学療法特殊ﾃｸﾆｯｸ 南江堂 2007年

98 DVDで学ぶ理学療法特殊ﾃｸﾆｯｸ 南江堂 2007年

99 実践PTﾉｰﾄ 運動器傷害の理学療法 三輪書店 2007年

100 理学療法ｼﾞｬｰﾅﾙ増刊号40-13 2006年12月 医学書院 2007年

101 60年の時をこえて 日本ｼﾈﾌｲﾙﾑ研究所 2005年

102 潜水服は蝶の夢を見る ｱｽﾐｯｸ･ｴｰｽ 2005年

103 診療の基本 ｺｱ･ｶﾘｷｭﾗﾑ対応 金芳堂 2006年

104 明日の記憶 関東東映ﾋﾞﾃﾞｵ販売 2006年

105 ｽﾎﾟｰﾂﾏｯｻｰｼﾞ 文光堂 2006年

106 厚生労働白書 厚生労働省 2006年

107 厚生労働白書 厚生労働省 2006年

108 目で見る嚥下障害 医歯薬出版 2006年

109 明解 画像診断の手引き 呼吸器領域編 国際医学出版 2006年

110 呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 学習研究社 2006年

111 呼吸ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 学習研究社 2006年

112 青少年白書 国立印刷局 2006年
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113 青少年白書 国立印刷局 2006年

114 医療機器の一般名称とｸﾗｽ分類 薬事日報社 2006年

115 前十字靱帯(ACL)損傷診療ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 南江堂 2006年

116 古賀稔彦の一本で勝つ柔道 毎日ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 2006年

117 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎1 細胞と組織 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

118 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎2 神経系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

119 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎3 循環器系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

120 医療ﾀｲﾑｽ 医療ﾀｲﾑｽ社 2005年

121 上手に食べるために 医歯薬出版 2005年

122 青少年白書 国立印刷局 2005年

123 青少年白書 国立印刷局 2005年

124 動画で学ぶ 脳卒中ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 医学書院 2005年

125 男女共同参画白書 2005 国立印刷局 2005年

126 ﾅｰｽのためのNEW心電図の教室 学習研究社 2005年

127 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢利用者本位のﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ｣｢ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ｣ 臨床福祉専門学校 2005年

128 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢利用者本位のﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ｣｢ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ｣ 臨床福祉専門学校 2005年

129 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ｢利用者本位のﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ｣｢医療の面から｣ 臨床福祉専門学校 2005年

130 特別講演｢人生は開いた扇のようである-がん哲学に学ぶ-｣ 臨床福祉専門学校 2005年

131 片麻痺者の歩行と短下肢装具 医歯薬出版 2005年

132 片麻痺者の歩行と短下肢装具 医歯薬出版 2005年

133 動画でわかるｽｸｲ-ｼﾞﾝｸﾞ 中山書店 2005年

134 LIFISAVER Basic English in Medical Situation ﾏｸﾐﾗﾝﾗﾝｹﾞｰｼﾞﾊｳｽ 2005年

135 基本的臨床技能 臨床福祉専門学校 2005年

136 子どもの発達と支援 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

137 子どもの発達と支援 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

138 子どもの発達と支援 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

139 子どもの発達と支援 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

140 子どもの発達と支援 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年
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141 小児看護技術 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

142 博士の愛した数式 ｱｽﾐｯｸ･ｴｰｽ 2005年

143 僕はﾗｼﾞｵ ｿﾆｰ･ﾋﾟｸﾁｬｰｽﾞｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ 2005年

144 CT免許皆伝 日本医事新報社 2004年

145 摂食･嚥下ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 中山書店 2004年

146 4step ｴｸｾﾙ統計 ｵｰｴﾑｴｽ出版 2004年

147 腎生検ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ -より安全な腎生検を施行するために- 腎生検手技の実際 東京医学社 2004年

148 第9回埼玉県失語症者のつどいｲﾝ秩父路 臨床福祉専門学校 2004年

149 PT･OTのための脳画像のみかたと神経所見 医学書院 2004年

150 診療所ﾏﾆｭｱﾙ 医学書院 2004年

151 CD-ROMｽﾃｯﾄﾞﾏﾝ医学大辞典+医学略語辞典 ﾒｼﾞｶﾙﾋﾞｭｰ社 2004年

152 学問と情熱 丸山眞男 紀伊国屋書店 2005年

153 ｸﾗﾌﾞﾊｳｽ 丸善 2005年

154 参加と協働 丸善 2005年

155 精神障害者地域生活支援ｾﾝﾀｰ 丸善 2005年

156 ﾋﾟｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ 丸善 2005年

157 目で見る病気 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

158 目で見る病気 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

159 今日から使える患者指導ﾉｰﾄ 日経BP社 2003年

160 神経伝導検査と筋電図を学ぶ人のために 医学書院 2003年

161 小児のﾌｨｼﾞｶﾙｱｾｽﾒﾝﾄ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

162 小児のﾌｨｼﾞｶﾙｱｾｽﾒﾝﾄ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

163 ﾛﾚﾝﾂｫのｵｲﾙ ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾋﾟｸﾁｬｰｽﾞ 2005年

164 一人ひとり違う みんなみんな同じ 中央法規出版 2002年

165 一人ひとり違う みんなみんな同じ 中央法規出版 2002年

166 腰痛は<怒り>である 春秋社 2002年

167 ﾋﾞﾃﾞｵで学ぶ整形外科ﾃｽﾄ法1･2 下肢編 医道の日本社 2005年

168 ﾏｯｽﾙｴﾅｼﾞｰ･ﾃｸﾆｯｸ 医道の日本社 2005年
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169 腰痛予防の知識と体操 ﾃｯｸｽ 2005年

170 立ち上がり動作の分析 医歯薬出版 2001年

171 立ち上がり動作の分析 医歯薬出版 2001年

172 ﾎﾞﾃﾞｨﾀﾞｲﾅﾐｸｽ入門立ち上がり動作の分析 2001年

173 ｱｲ･ｱﾑ･ｻﾑ I am Sam 松竹 2005年

174 精神障害をもつ人のｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 丸善 2005年

175 精神障害をもつ人への援助の実際 丸善 2005年

176 精神障害をもつ人への支援 丸善 2005年

177 精神障害をもつ人への理解 丸善 2005年

178 ﾉｰﾏﾗｲｾﾞｰｼｮﾝ 丸善 2005年

179 ﾋﾞｭｰﾃｨﾌﾙ ﾏｲﾝﾄﾞ 角川ｴﾝﾀﾃｲﾒﾝﾄ 2005年

180 ﾎﾟｰﾘｰﾇ 日活 2005年

181 目で見る精神看護 精神科医療の現場 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

182 目で見る精神看護 精神看護実習1 急性期病棟ｹｱに実際 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

183 目で見る精神看護 精神看護実習2 地域ｹｱの実習 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

184 嚥下訓練における経管栄養法 医歯薬出版 2000年

185 嚥下食 医歯薬出版 2000年

186 嚥下の内視鏡検査 医歯薬出版 2000年

187 嚥下障害における肺理学療法 医歯薬出版 2000年

188 仮性球麻痺の嚥下訓練 医歯薬出版 2000年

189 球麻痺患者に対する嚥下訓練 医歯薬出版 2000年

190 日英語話し言葉の音声学 玉川大学出版部 2000年

191 ﾎﾞｰﾝ･ｺﾚｸﾀｰ ｿﾆｰ･ﾋﾟｸﾁｬｰｽﾞｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ 2005年

192 目で見る解剖と生理 聴覚 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

193 目で見る解剖と生理 脳 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

194 目で見る解剖と生理 脳幹･脊髄･末梢神経 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

195 目で見るｽﾎﾟｰﾂ外傷と障害 ｱｽﾚﾁｯｸﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

196 目で見るｽﾎﾟｰﾂ外傷と障害 主なｽﾎﾟｰﾂ外傷 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

344



Ｎo タイトル 制作者 形態 制作年

視聴覚資料一覧(既設)

197 目で見るｽﾎﾟｰﾂ外傷と障害 ｽﾎﾟｰﾂ外傷と応急処置 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

198 目で見るｽﾎﾟｰﾂ外傷と障害 運動器のしくみと動き 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

199 目で見るｽﾎﾟｰﾂ外傷と障害 ﾃｰﾋﾟﾝｸﾞとﾏｯｻｰｼﾞ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

200 日本語の発音教室 くろしお出版 1999年

201 一歩踏み出せば ﾋﾞﾃﾞｵﾘﾎﾟｰﾄ
全日本難聴者･中途失聴者団
体連合会

2005年

202 一歩踏み出せば ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ
全日本難聴者･中途失聴者団
体連合会

2005年

203 驚異の小宇宙人体3 遺伝子 NHKｿﾌﾄｳｴｱ 2005年

204 驚異の小宇宙人体3 遺伝子 NHKｿﾌﾄｳｪｱ 2005年

205 驚異の小宇宙人体3 遺伝子 NHKｿﾌﾄｳｴｱ 2005年

206 驚異の小宇宙人体3 遺伝子 NHKｿﾌﾄｳｴｱ 2005年

207 驚異の小宇宙人体3 遺伝子 NHKｿﾌﾄｳｴｱ 2005年

208 驚異の小宇宙人体3 遺伝子 NHKｿﾌﾄｳｪｱ 2005年

209 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

210 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

211 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

212 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

213 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

214 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

215 目で見る老年看護学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

216 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 高次脳機能障害 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

217 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 高次脳機能障害 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

218 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 心臓のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

219 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 疼痛 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

220 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 慢性関節ﾘｳﾏﾁ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

221 よくわかる音声 ｱﾙｸ 1998年

222 学校3 私45歳 生徒です 松竹ﾋﾞﾃﾞｵ事業室 2005年

223 ﾏｰｷｭﾘｰ･ﾗｲｼﾞﾝｸﾞ ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ･ﾋﾟｸﾁｬｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ 2005年

224 目で見る新しい運動生理学 栄養ｴﾈﾙｷﾞｰの科学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年
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225 目で見る新しい運動生理学 神経･筋ﾊﾟﾜｰの科学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

226 目で見る新しい運動生理学 ｽﾎﾟｰﾂ医学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

227 目で見る新しい運動生理学 生体輸送力の科学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

228 目で見る新しい運動生理学 ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの科学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

229 目で見る新しい運動生理学 ﾎﾒｵｽﾀｼｽの科学 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

230 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 小児の発達障害 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

231 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 失語症 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

232 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 失語症 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

233 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 神経･筋疾患 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

234 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 痴呆 2005年

235 ﾚﾅｰﾄﾞの朝 ｿﾆｰﾋﾟｸﾁｬｰｽﾞ 2005年

236 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 嚥下障害 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

237 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 嚥下障害 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

238 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 下肢切断と義足 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

239 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 呼吸のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

240 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 背髄損傷 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

241 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 脳卒中の回復期 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

242 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 脳卒中のﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 急性期 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

243 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ医学 排尿障害 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

244 学校Ⅱ 松竹(ﾋﾞﾃﾞｵ事業室 2005年

245 わたしたちのからだと健康 心とからだの健康 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

246 午後の遺言状 1995年作品 ｱｽﾐｯｸ 2005年

247 乗り越えよう発音障害 全国失語症友の会連合会 2005年

248 乗り越えよう発音障害2 全国失語症友の会連合会 2005年

249 家庭でできる言語訓練 全国失語症友の会連合会 2005年

250 自閉症児の明日のために 朝日新聞厚生文化事業団 2005年

251 青年期･成人期のTEACCHﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 朝日新聞厚生文化事業団 2005年

252 乗り越えよう嚥下障害 全国失語症友の会連合会 2005年
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253 乗り越えよう失語症 全国失語症友の会連合会 2005年

254 乗り越えよう失語症 全国失語症友の会連合会 2005年

255 乗りこえよう発音障害 全国失語症友の会連合会 2005年

256 乗りこえよう発音障害 全国失語症友の会連合会 2005年

257 目で見る薬理学入門 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2005年

258 豊な生活していますか 全国失語症友の会連合会 2005年

259 私たちの職業復帰 全国失語症友の会連合会 2005年

260 TEACCH 朝日新聞厚生文化事業団 2005年

261 愛は静けさの中に
ﾊﾟﾗﾏｳﾝﾄ ﾎｰﾑ ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ 
ｼﾞｬﾊﾟﾝ

2005年

262 親のためのTEACCHﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 朝日新聞厚生文化事業団 2005年

263 教師のためのTEACCHﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 朝日新聞厚生文化事業団 2005年

264 米国ﾉｰｽｶﾛﾗｲﾅ州TEACCHにみる自閉症の治療教育 朝日新聞厚生文化事業団 2005年

265 selected articles 医療情報科学研究所 2008年

266 腰痛を防ぐらくらく動作介助ﾏﾆｭｱﾙ 医学書院 2004年

267 幻聴から幻聴さんへ 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

268 721人の幻聴さんとともに 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

269 Dr.F 格闘技の運動学1 ｸｴｽﾄ 2014年

270 IDｽﾄﾚｯﾁﾝｸﾞ 下肢 三輪書店 2013年

271 IDｽﾄﾚｯﾁﾝｸﾞ ｽﾎﾟｰﾂｼｰﾝ 三輪書店 2013年

272 IDｽﾄﾚｯﾁﾝｸﾞ 体幹･上肢 三輪書店 2013年

273 Lymphatic Drainage Massage ﾘﾝﾊﾟ系の解剖学的構造 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

274 Medical Terminology A Short Course 4thedition 2005年

275 PT･OTのための脳画像のみかたと神経所見 2005年

276 PT･OTのための臨床技能とOSCE 2016年

277 ｱｷﾚｽ腱断裂の治療 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

278 あせらずに ゆとりをもって むりしない
全国精神障害者家族会連合
会

2004年

279 あせらずに ゆとりをもって むりしない
全国精神障害者家族会連合
会

2004年

280 新しい風が吹くまちで
全国精神障害者家族会連合
会

2004年
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281 ｱﾅﾄﾐｰ･ﾄﾚｲﾝ -徒手運動療法のための筋筋膜経線 2014年

282 歩き始めと歩行の分析 2005年

283 ｱﾝﾌﾞﾚｲｶﾌﾞﾙ ﾌﾞｴﾅ ﾋﾞｽﾀ ﾎｰﾑ ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ 2004年

284 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎6 消化器系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

285 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎4 呼吸器系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

286 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎5 骨格･筋肉系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

287 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎7 泌尿器系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

288 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎8 生殖器系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

289 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎9 内分泌系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

290 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎10 血液 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

291 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎11 皮膚･循環器系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2014年

292 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎12 感染 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2014年

293 医学教育ｼﾘｰｽﾞ 目で見る医学の基礎13 免疫系 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2014年

294 医学研究のための文献の探し方 紀ﾉ国屋書店 2004年

295 医学文献ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ MEDLINE 紀ﾉ国屋書店 2004年

296 生きづらさの研究 ｱﾝﾃﾅの張り方と受信の仕方 大塚製薬 2004年

297 生きる力を創る1 SSTの理論と役割 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年

298 生きる力を創る2 SSTの基本的技術 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年

299 生きる力を創る3 SSTの実際 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年

300 医療･介護･福祉の個人情報保護ｶﾞｲﾄﾞ 2005年

301 医療面接 ｲﾝﾀｰﾒﾃﾞｨｶ 2004年

302 飲酒と健康 毎日EVRｼｽﾃﾑ 2004年

303 運動療法大全 2013年

304 運動療法大全 2013年

305 嚥下障害への対応と危機管理 2005年

306 岡野功 私の得意技1立技編 2固技編 発売元:ｴﾙｺﾑ 2013年

307 落ち着きのない子どもたち 多動症候群への理解と対応 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年

308 落ち着きのない子どもたち 多動症候群への理解と対応 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年
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309 親と教師のための自閉症の子どもの自立課題 朝日新聞厚生文化事業団 2007年

310 親と教師のための自閉症の子どもの自立課題 朝日新聞厚生文化事業団 2007年

311 親と教師のための自閉症の子どもの自立課題 朝日新聞厚生文化事業団 2007年

312 ｶｰﾗの結婚宣言 ﾌﾞｴﾅ ﾋﾞｽﾀ ﾎｰﾑ ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ 2004年

313 看護のための薬事典 2005年

314 回復の研究 症状が治まってからの苦労づくり 大塚製薬 2004年

315 肩関節拘縮の評価と運動療法 運動と医学の出版社 2016年

316 肩関節と肘関節の外傷の治療法 -近代柔道整復術- ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2014年

317 加齢と健康 大修館書店 2004年

318 看護･医療事故防止 医師薬出版 2011年

319 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

320 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

321 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

322 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

323 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

324 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

325 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

326 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

327 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

328 看護教育ﾋﾞﾃﾞｵｼﾘｰｽﾞ 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

329 完ぺき主義の研究 正しい体温計の活用術 大塚製薬 2004年

330 ｶﾞｲﾄﾞﾍﾙﾊﾟｰ養成研修ﾋﾞﾃﾞｵ教材 重度脳性まひ者等全身性障害者の移動介助 中央法規出版 2004年

331 ｶﾞｲﾄﾞﾍﾙﾊﾟｰ養成研修ﾋﾞﾃﾞｵ教材 重度脳性麻痺者全身性障害者の移動介助 中央法規出版 2004年

332 画像診断ｸｲｯｸﾏｽﾀｰ 日本医事新報社 2004年

333 気管挿管 ｲﾝｽﾄﾗｸﾀｰﾊﾝﾄﾞﾌﾞｯｸ 東京法令出版 2008年

334 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 下腿･足関節 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

335 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 肩関節 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

336 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 胸部 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年
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337 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 腰･股関節 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

338 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 骨盤 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

339 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 上腕と前腕 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

340 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 脊柱 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

341 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 足部 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

342 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 手 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

343 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 膝関節 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

344 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 運動器 腹部 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

345 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 顔面筋と頭皮 脳とその周辺部 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

346 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 顔面骨と頭蓋底 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

347 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 口腔とその周辺 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

348 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 頭頸部の血管 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

349 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 頭頸部の神経 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

350 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 頭部の支持と運動 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

351 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 鼻腔とその周辺 喉頭とその周辺 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

352 機能解剖ﾏﾆｭｱﾙ 頭頸部 眼とその周辺部 耳の構造 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2013年

353 基本介護技術ﾋﾞﾃﾞｵ 介護労働安定ｾﾝﾀｰ 2005年

354 基本介護技術ﾋﾞﾃﾞｵ 介護労働安定ｾﾝﾀｰ 2005年

355 基本介護技術ﾋﾞﾃﾞｵ 介護労働安定ｾﾝﾀｰ 2005年

356 金欠の研究 金は天下の回り物 大塚製薬 2004年

357 筋骨格疼痛症候群治療のためのﾔﾝﾀﾞ･ｱﾌﾟﾛｰﾁ ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2014年

358 筋骨格疼痛症候群治療のためのﾔﾝﾀﾞ･ｱﾌﾟﾛｰﾁ ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2014年

359 筋触察法 初級篇 医道の日本社 2013年

360 薬の作用と上手な付き合い方
全国精神障害者家族会連合
会

2004年

361 ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ必見!ｻｰﾋﾞｽ担当者会議の開き方･すすめ方 中央法規出版 2004年

362 ｹﾝﾀﾞﾙの筋力ﾃｽﾄ法 2013年

363 ｹﾝﾀﾞﾙの筋力ﾃｽﾄ法 2013年

364 ｹﾝﾀﾞﾙの筋力ﾃｽﾄ法 2013年
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365 ｹﾝﾀﾞﾙの筋力ﾃｽﾄ法 2013年

366 ｹﾝﾀﾞﾙの筋力ﾃｽﾄ法 2013年

367 言語聴覚士の音響学入門 2005年

368 幻覚とも妄想とも仲よく暮らす 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

369 言語聴覚士のための失語症訓練教材集 医学書院 2004年

370 言語聴覚士のための失語症訓練教材集 医学書院 2004年

371 言語聴覚士の音響学入門 2013年

372 骨折･脱臼ﾅﾋﾞ ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾗｯﾄ 2013年

373 高次機能のﾌﾞﾚｲﾝｲﾒ-ｼﾞﾝｸﾞ 医学書院 2004年

374 高次機能のﾌﾞﾚｲﾝｲﾒ-ｼﾞﾝｸﾞ 医学書院 2004年

375 厚生労働白書 ぎょうせい 2005年

376 厚生労働白書 ぎょうせい 2005年

377 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 医歯薬出版 2016

378 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 医歯薬出版 2016

379 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 医歯薬出版 2015

380 理学療法士作業療法士国家試験問題解答と解説 医歯薬出版 2015

381 講道館柔道 柔の形 講道館出版 2013年

382 講道館柔道 投げの形 講道館出版 2013年

383 講道館創立120周年記念 街から道へ 稲葉ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ 2013年

384 高齢社会基礎資料 中央法規出版 2005年

385 国民生活白書 ぎょうせい 2005年

386 国民生活白書 ぎょうせい 2005年

387 国民生活白書 ぎょうせい 2005年

388 国民生活白書 ぎょうせい 2005年

389 ここから始まる医用ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ画像の世界 日本放射線技師会出版会 2008年

390 古武術介護入門 2007年

391 言葉にできない思いの爆発 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

392 この街で自分らしく生きる
全国精神障害者家族会連合
会

2004年
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393 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ｽｷﾙを磨こう1 耳を傾ける 中央法規出版 2004年

394 ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ･ｽｷﾙを磨こう2 語りかける 中央法規出版 2004年

395 ｻﾄﾗﾚの研究 ｻﾄﾗﾚからｻﾄﾗｾへ! 大塚製薬 2004年

396 社会保障･社会福祉大事典 旬報社 2005年

397 就労の研究 安心して働ける自分づくり 大塚製薬 2004年

398 手技と処理2 ﾋﾞﾃﾞｵで学ぶ基本処理 日経映像 2013年

399 障害者白書 国立印刷局 2005年

400 障害者白書 国立印刷局 2005年

401 障害者白書 国立印刷局 2005年

402 障害者白書 国立印刷局 2005年

403 障害者白書 国立印刷局 2005年

404 障害者白書 国立印刷局 2005年

405 障害者白書 国立印刷局 2005年

406 障害者白書 国立印刷局 2005年

407 小児の摂食機能療法 第1巻 摂食･嚥下障害とその評価 ｼﾞｪﾑｺ出版 2004年

408 小児の摂食機能療法 第2巻 摂食･嚥下機能訓練の実際 ｼﾞｪﾑｺ出版 2004年

409 知っておきたい薬の知識
全国精神障害者家族会連合
会(精神障害者社会復帰促進
ｾﾝﾀｰ)

2004年

410 試合に勝つ! 柔道 連絡技･変化技を極める! 大泉書店

411 思春期と性 大修館書店 2004年

412 失語症者のｸﾞﾙｰﾌﾟ訓練 下 ﾜﾀﾞ企画 2004年

413 四六時中のぞかれていた7年間 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

414 新･手話辞典 2005年

415 神技三船十段 空気投げ 三船久蔵十段 幻の秘蔵ﾌｲﾙﾑ 日本映画新社 2013年

416 診断X線の基礎 ｵｰﾑ社 2008年

417 心電図ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾞｲﾄﾞ ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ出版 2008年

418 よくわかる脳MRI 2005年

419 これでわかる拡散MRI 秀潤社 2008年

420 新風 古賀稔彦 ﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞ･ﾌｧｲﾃｨﾝｸﾞﾌｲﾙﾑ社 2013年
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421 重症児とともに(応用編) 呼吸障害への取り組み
全国重症心身障害児(者)を守
る会ﾋﾞﾃﾞｵ制作委員会

2004年

422 重症児とともに(応用編) 誤嚥･胃食道逆流などへの対策
全国重症心身障害児(者)を守
る会ﾋﾞﾃﾞｵ制作委員会

2004年

423 重症児とともに(応用編) 豊かな生活を目指して
全国重症心身障害児(者)を守
る会ﾋﾞﾃﾞｵ制作委員会

2004年

424 重症児とともに(入門編)2 摂食と呼吸
全国重症心身障害児(者)を守
る会ﾋﾞﾃﾞｵ制作委員会

2004年

425 重症児とともに(入門編)3 救急蘇生･生活の充実
全国重症心身障害児(者)を守
る会ﾋﾞﾃﾞｵ制作委員会

2004年

426 重症児とともに(入門編)1 介護の基本
全国重症心身障害児(者)を守
る会ﾋﾞﾃﾞｵ制作委員会

2004年

427 柔道整復師 基礎1 丸善 2013年

428 柔道の形 固の形 JC2 ﾍﾙﾂ 2013年

429 柔道の形 極の形 JC3 ﾍﾙﾂ 2013年

430 柔道の形 古式の形 JC5 ﾍﾙﾂ 2013年

431 柔道の形 柔の形 JC4 ﾍﾙﾂ 2013年

432 柔道の形 投げの形 JC1 ﾍﾙﾂ 2013年

433 重度視覚障害者の移動介助 移動介助の基本 中央法規出版 2003年

434 重度視覚障害者の移動介助 移動介助の実際 中央法規出版 2003年

435 実践!ｽｰﾊﾟｰﾋﾞｼﾞｮﾝ 中央法規出版 2003年

436 実践!ｽ-ﾊﾟｰﾋﾞｼﾞｮﾝ 中央法規出版 2003年

437 実践!ｽ-ﾊﾟｰﾋﾞｼﾞｮﾝ 中央法規出版 2003年

438 腎病理組織ｶﾗｰｱﾄﾗｽ 東京医学社 2008年

439 Super Hospital呼吸器科･循環器科 中山書店 2004年

440 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ 顔面のｽﾎﾟｰﾂ外傷 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

441 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ 筋肉の生理とﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

442 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ ｽﾄﾚｯﾁﾝｸﾞの理論と実際 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

443 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ ｽﾎﾟｰﾂによる肩の外傷と障害 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

444 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ ｽﾎﾟｰﾂによる足部の外傷と障害 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

445 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ ｽﾎﾟｰﾂによる膝の外傷と障害 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

446 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ ｽﾎﾟｰﾂによる目の損傷 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

447 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ 頭部のｽﾎﾟｰﾂ外傷 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

448 ｽﾎﾟｰﾂ医科学ﾋﾞﾃﾞｵ 肉ばなれとｱｷﾚｽ腱断裂 ﾒﾃﾞｨｶﾙ ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年
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449 失語症者のｸﾞﾙｰﾌﾟ訓練 上 ﾜﾀﾞ企画 2004年

450 整形外科卒業教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ 腰痛疾患の診察手技26 ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

451 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

452 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

453 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

454 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

455 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

456 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

457 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

458 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

459 整形外科卒後教育研修用ﾋﾞﾃﾞｵ ﾒﾃﾞｨｶﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 2013年

460 青少年白書 2003 財務省印刷局 2004年

461 青少年白書 2003 財務省印刷局 2004年

462 青少年白書 2004 財務省印刷局 2004年

463 青少年白書 2004 財務省印刷局 2004年

464 精神障害者ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 解説編
精神障害者社会復帰促進ｾﾝ
ﾀｰ

2004年

465 精神障害者ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 実際編
精神障害者社会復帰促進ｾﾝ
ﾀｰ

2004年

466 精神保健福祉白書2006年版 中央法規 2006年

467 生体のしくみ 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2004年

468 生体のしくみ 脳神経と脳の血管 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2002年

469 生体のしくみ 記憶と学習 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2002年

470 生体のしくみ 言語と左右脳 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2002年

471 生体のしくみ 中枢神経の発生 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2004年

472 生体のしくみ 聴覚と平衡感覚 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2002年

473 成長する幻聴さん 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

474 生命を支える情報ｻｰﾋﾞｽ 医学図書館 紀ﾉ国屋書店 2004年

475 体感幻覚の研究 体感幻覚ﾏｯﾌﾟをつくろう! 大塚製薬 2004年

476 ただ一撃にかける にんげんﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ NHK 2013年
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477 正しい知識は回復への道 東映教育映画部 2004年

478 正しく理解し回復を目指そう
全国精神障害者家族会連合
会

2004年

479 男女共同参画白書 2005 国立印刷局 2005年

480 第1回臨床福祉研究学術集会 臨床福祉専門学校 2005年

481 第51回日本神経学会総会

482 大脳の働きと心身相関 毎日EVRｼｽﾃﾑ 2004年

483 ﾀﾞｳﾝ症児の早期発達支援1 誕生から幼児期前半 ｼﾞｴｺﾑ出版 2006年

484 ﾀﾞｳﾝ症児の早期発達支援2 幼児期後半 生きる力を育てる ｼﾞｴｺﾑ出版 2006年

485 誰にでもできる学会ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ 紀ﾉ国屋書店 2004年

486 男女共同参画白書 2003 国立印刷局 2005年

487 男女共同参画白書 2003 国立印刷局 2005年

488 男女共同参画白書 2004 国立印刷局 2005年

489 男女共同参画白書 2004 国立印刷局 2005年

490 ﾁｰﾑ医療の質を高める理学療法士になる 急性期脳梗塞のﾘｽｸ管理編 ｼﾞｬﾊﾟﾝﾗｲﾑ 2016年

491 小さな書家金澤翔子の世界 華 2006年

492 痴呆の症候学 医学書院 2004年

493 つながりの研究 孤独という毒を飲みながら 大塚製薬 2004年

494 強くなり上達するために岡野功の柔道指導上達法 前編･後編 総発売元:ｴﾙｺﾑ 2013年

495 ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾌｰﾘｴ解析1 ｺﾛﾅ社 2008年

496 ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙﾌｰﾘｴ解析2 ｺﾛﾅ社 2008年

497 逃亡失踪症の研究 失敗しない逃亡のﾃｸﾆｯｸ 大塚製薬 2004年

498 特集 動画で学ぶ脳卒中の課題指向型ｱﾌﾟﾛｰﾁ 2011年

499 どんぐりの家 汐文社 2004年

500 ﾅｰｽのための摂食･嚥下障害ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ 中央法規出版 2005年

501 乳児期の運動の発達とその障害1 乳児の正常運動発達 ｼﾞｴﾑｺ出版 2006年

502 乳児期の運動の発達とその障害2 早期診断とﾘﾊﾋﾞﾘの視点 ｼﾞｴﾑｺ出版 2006年

503 乳児期の運動の発達とその障害3 乳児期の運動発達障害の鑑別診断 ｼﾞｴﾑｺ出版 2006年

504 乳児の食べる機能の発達と成長･発育1 哺乳動作の発達 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年
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Ｎo タイトル 制作者 形態 制作年

視聴覚資料一覧(既設)

505 乳児の食べる機能の発達と成長･発育2 摂食動作の発達 ｼﾞｴﾑｺ出版 2004年

506 日常診療のための しびれ･ふるえのﾌﾟﾗｲﾏﾘ･ｹｱ 日経映像 2013年

507 日本理学療法学術大会抄録集 2011年

508 寝技の真髄 高専柔道 ｸｴｽﾄ 2013年

509 脳と心 人体2 ﾌｪﾘｼﾓ 2007年

510 脳と心 人体2 ﾌｪﾘｼﾓ 2007年

511 脳と心 人体2 ﾌｪﾘｼﾓ 2007年

512 脳と心 人体2 ﾌｪﾘｼﾓ 2007年

513 脳と心 人体2 ﾌｪﾘｼﾓ 2007年

514 脳と心 人体2 ﾌｪﾘｼﾓ 2007年

515 飲まされるｸｽﾘ 飲むｸｽﾘ 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

516 話すことから始まる回復への道 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

517 ﾊﾞｲﾀﾙｻｲﾝﾓﾆﾀ入門 秀潤社 2005年

518 爆発の研究 人生は爆発だ! 大塚製薬 2004年

519 ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽﾄﾚｰﾆﾝｸﾞの理論と実践 前篇&後編DVD2枚組 ﾒｯﾂ 2017年

520 ﾋｰﾛｰたちの戦い 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

521 ひきこもりのすすめ 浦河ﾍﾞてるの家 2004年

522 病医院職員のための接遇ﾏﾅｰ講座 日経BP社 2013年

523 病気がみえる2 循環器 2013年

524 病気がみえる2 循環器 2013年

525 ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰの役割と可能性 思いを支える 中央法規出版 2004年

526 ﾎｰﾑﾍﾙﾊﾟｰの役割と可能性 暮らしを支える 中央法規出版 2004年

527 訪問介護計画のつくり方1 情報収集 中央法規出版 2004年

528 訪問介護計画のつくり方2 計画の作成･実地 中央法規出版 2004年

529 母子の健康 大修館書店 2004年

530 道健一教授実績集 昭和大学 2004年

531 見て学ぶ SST 中央法規 2004年

532 耳で診察する音声検査の手引き 2005年
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Ｎo タイトル 制作者 形態 制作年

視聴覚資料一覧(既設)

533 目で見る身体のしくみ1 中枢神経 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

534 目で見る身体のしくみ2 末梢神経 医学映像教育ｾﾝﾀｰ 2013年

535 面接への招待 中央法規出版 2003年

536 面接への招待 中央法規出版 2003年

537 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと計画の修正 中央法規出版 2004年

538 ゆっくり治療し再発を防ごう 東映教育映画部 2004年

539 欲求と適応機制 毎日EVRｼｽﾃﾑ 2004年

540 腰痛のあなたに贈る10章 2010年

541 よりよい福祉用具を選ぶには 2011年

542 よりよい福祉用具を選ぶには 2011年

543 よりよい福祉用具を選ぶには 2011年

544 理学療法診療記録ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ 日本理学療法士協会 2004年

545 理学療法 動画で学ぶ脳卒中の課題指向型ｱﾌﾟﾛｰﾁ 2011年

546 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 大修館書店 2004年

547 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 大修館書店 2004年

548 連携とは:実践で見えてきたもの 中島映像製作所 2004年

549 わかちあい まなびあい ささえあい
全国精神障害者家族会連合
会

2004年

550 若者たちを狙う悪質商法 東京都消費生活総合ｾﾝﾀｰ 2014年
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No. タイトル 制作者 形態 制作年

1 チームと取り組むリハビリテーション看護　１ リハビリ概論とチームアプローチ 京都科学 DVD 2014年

2 チームと取り組むリハビリテーション看護　２ 現場で役に立つ基礎技術 京都科学 DVD 2014年

3 チームと取り組むリハビリテーション看護　４ 脊髄損傷患者の回復期リハビリテーション 京都科学 DVD 2014年

4 チームと取り組むリハビリテーション看護　３ 脳梗塞の患者の回復期リハビリテーション 京都科学 DVD 2014年

5 ひとをみる　１巻 セラピストとして ジャパンライム DVD 2018年

6 ひとをみる　２巻 作業をもちいる療法の理 ジャパンライム DVD 2018年

7 ひとをみる　３巻 山根寛 × 山口光國　― 対談・質疑応答 ― ジャパンライム DVD 2018年

8 人体解剖マニュアル　シーズンⅠ 1  (株)マクザム DVD 2014年

9 人体解剖マニュアル　シーズンⅠ 2  (株)マクザム DVD 2014年

10 人体解剖マニュアル　シーズンⅠ 3  (株)マクザム DVD 2014年

11 人体解剖マニュアル　シーズンⅠ 4  (株)マクザム DVD 2014年

12 人体解剖マニュアル　シーズン2 1  (株)マクザム DVD 2014年

13 人体解剖マニュアル　シーズン2 2  (株)マクザム DVD 2014年

14 人体解剖マニュアル　シーズン2 3  (株)マクザム DVD 2014年

15 人体解剖マニュアル　シーズン2 4  (株)マクザム DVD 2014年

16 人体解剖マニュアル　ER～救急救命　命の分かれ目～  (株)マクザム DVD 2014年

17 驚異の小宇宙　人体Ⅰ　BOX 1 NHKエンタープライズ DVD 2018年

18 驚異の小宇宙　人体Ⅰ　BOX 2 NHKエンタープライズ DVD 2018年

19 驚異の小宇宙　人体Ⅰ　BOX 3 NHKエンタープライズ DVD 2018年

20 驚異の小宇宙　人体Ⅰ　BOX 4 NHKエンタープライズ DVD 2018年

21 驚異の小宇宙　人体Ⅰ　BOX 5 NHKエンタープライズ DVD 2018年

22 驚異の小宇宙　人体Ⅰ　BOX 6 NHKエンタープライズ DVD 2018年

23 驚異の小宇宙　人体Ⅱ　脳と心　BOX 1 NHKエンタープライズ DVD 2018年

24 驚異の小宇宙　人体Ⅱ　脳と心　BOX 2 NHKエンタープライズ DVD 2018年

25 驚異の小宇宙　人体Ⅱ　脳と心　BOX 3 NHKエンタープライズ DVD 2018年

26 驚異の小宇宙　人体Ⅱ　脳と心　BOX 4 NHKエンタープライズ DVD 2018年

27 驚異の小宇宙　人体Ⅱ　脳と心　BOX 5 NHKエンタープライズ DVD 2018年

28 驚異の小宇宙　人体Ⅱ　脳と心　BOX 6 NHKエンタープライズ DVD 2018年

視聴覚資料一覧（新規）
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No. タイトル 制作者 形態 制作年

視聴覚資料一覧（新規）

29 驚異の小宇宙　人体Ⅲ　遺伝子DNA　BOX 1 NHKエンタープライズ DVD 2018年

30 驚異の小宇宙　人体Ⅲ　遺伝子DNA　BOX 2 NHKエンタープライズ DVD 2018年

31 驚異の小宇宙　人体Ⅲ　遺伝子DNA　BOX 3 NHKエンタープライズ DVD 2018年

32 驚異の小宇宙　人体Ⅲ　遺伝子DNA　BOX 4 NHKエンタープライズ DVD 2018年

33 驚異の小宇宙　人体Ⅲ　遺伝子DNA　BOX 5 NHKエンタープライズ DVD 2018年

34 驚異の小宇宙　人体Ⅲ　遺伝子DNA　BOX 6 NHKエンタープライズ DVD 2018年

35 目で見る病気　第2版 （Ⅰ）病気の原因 医学映像メディアセンター DVD 2004年

36 目で見る病気　第2版 （４）脳血管障害 医学映像メディアセンター DVD 2003年

37 目で見る病気　第2版 （５）呼吸器の疾患 医学映像メディアセンター DVD 2004年

38 目で見る病気　第2版 （６）消化器の疾患 医学映像メディアセンター DVD 2003年

39 目で見る病気　第2版 （14）がん 医学映像メディアセンター DVD 2005年

40 目で見る病気　第2版 （15）感染症 医学映像メディアセンター DVD 2005年

41 目で見る運動生理学　第2版　全６巻 医学映像教育センター DVD 2010-2011

42 映像で理解する吸引の技術 丸善出版 DVD 2012年

43 スタンダード・プリコーション 医学映像教育センター DVD 2010年

44 フィジカルアセスメントのための心音・肺音・腹音 インタ－メディカ DVD 2016年

45 福祉用具の活用法シリーズ　介護保険と新しい福祉用具の活用法 1 東京シネ・ビデオ DVD 2004年

46 福祉用具の活用法シリーズ　介護保険と新しい福祉用具の活用法 2 東京シネ・ビデオ DVD 2004年

47 福祉用具の活用法シリーズ　介護保険と新しい福祉用具の活用法 3 東京シネ・ビデオ DVD 2004年

48 福祉用具の活用法シリーズ　介護保険と新しい福祉用具の活用法 4 東京シネ・ビデオ DVD 2004年

49 福祉用具の活用法シリーズ　介護保険と新しい福祉用具の活用法 5 東京シネ・ビデオ DVD 2004年

50 医療チームに必要な画像医学の知識と技術 1 医学映像教育センター DVD 2009年

51 医療チームに必要な画像医学の知識と技術 2 医学映像教育センター DVD 2009年

52 医療チームに必要な画像医学の知識と技術 3 医学映像教育センター DVD 2009年

53 医療チームに必要な画像医学の知識と技術 4 医学映像教育センター DVD 2009年

54 医療チームに必要な画像医学の知識と技術 5 医学映像教育センター DVD 2009年

55 医療スタッフ接遇・トラブル対応ＡＢＣ 日経ヘルスケア編 日経ＢＰマーケティング DVD 2007年

56 基礎から学ぶ運動器エコー
運動と医学の出版社（鍬谷
書店）

DVD 2015年
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視聴覚資料一覧（新規）

57 第１巻　脳・神経 医教 DVD 2018年

58 第２巻　循環器 医教 DVD 2018年

59 第３巻　消化器 医教 DVD 2018年

60 １７　スクリーニング検査の知識 京都科学 DVD 2016年

61 認知症を考える ＢＢＣ DVD 2017年

62 超音波を用いた心臓全体の検査 1 ジャパンライム DVD 2016年

63 超音波を用いた心臓全体の検査 2 ジャパンライム DVD 2016年

64 超音波を用いた心臓全体の検査 3 ジャパンライム DVD 2016年

65 超音波を用いた腹部全体のスキャン 1 ジャパンライム DVD 2016年

66 超音波を用いた腹部全体のスキャン 2 ジャパンライム DVD 2016年

67 脳卒中患者への援助技術編 1 丸善出版 DVD 2013年

68 脳卒中患者への援助技術編 2 丸善出版 DVD 2013年

69 脳卒中患者への援助技術編 3 丸善出版 DVD 2013年

70 ヒヤリハット事例を活用して事故を減らす メディカ出版 DVD 2015年

71 １　ヒトとは　身体を構成するもの 医学映像教育センター DVD 2015年

72 ２　ヒトとは　外部情報の獲得と精神機能 医学映像教育センター DVD 2015年

73 ３　ヒトとは　随意運動のしくみ 医学映像教育センター DVD 2015年

74 ４　ヒトとは　生命を継ぐ 医学映像教育センター DVD 2016年

75 ５　生命の維持システム　血液循環の機能 医学映像教育センター DVD 2016年

76 ６　生命の維持システム　栄養の摂取と利用 医学映像教育センター DVD 2016年

77 ７　人体の防御システム　内部環境の維持 医学映像教育センター DVD 2016年

78 ８　人体の防御システム　防御のしくみ 医学映像教育センター DVD 2016年

79 特別講座　やってみようよ！心電図 1 インタ－メディカ DVD 2018年

80 特別講座　やってみようよ！心電図 2 インタ－メディカ DVD 2018年

81 脳梗塞を防げ ＮＨＫチョイス＠病気になったとき 京都科学 DVD 2016年

82 脳梗塞を防げ ＮＨＫチョイス＠病気になったとき 京都科学 DVD 2016年

83 Ｄｒ．長尾の胸部Ｘ線ルネッサンス オピック DVD 2016年

84 Ｄｒ．長尾の胸部Ｘ線ルネッサンス シルバーチャンネル DVD 2016年
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85 第１巻　呼吸、ＳｐＯ２ 東京サウンドプロダクション DVD 2012年

86 第２巻　血圧、脈拍、心拍 東京サウンドプロダクション DVD 2012年

87 第３巻　尿量、体温、意識レベル 東京サウンドプロダクション DVD 2012年

88 ６　血液 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

89 ７　循環系〈１〉 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

90 ８　循環系〈２〉 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

91 ９　呼吸器系〈１〉 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

92 第１巻　基礎看護学実習編 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

93 第２巻　臨地実習編 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

94 第３巻　新人看護師への準備編 東京サウンドプロダクション DVD 2018年

95 Ｖｏｌ．１　あらゆる看護行為に潜むヒヤリ・ハット 1 医学映像教育センター DVD 2016年

96 Ｖｏｌ．２　患者アセスメントに潜むヒヤリ・ハット 1 医学映像教育センター DVD 2016年

97 ＤＶＤで学ぶ応用行動分析学入門 中島映像教材出版 DVD 2017年

98 回復への道 1 博映商事 DVD 2017年

99 回復への道 2 博映商事 DVD 2017年

100 回復への道 3 博映商事 DVD 2017年
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　　教育課程

必修 選択

敬心における共生論 1前 1 15

心理学 1前 2 15

社会学 1前 2 15

実務英会話 1前 1 30

観光学 2前 2 15

経営学 1前 1 15

音楽文化論 1前・後 2 15
法学 1前・後 2 15

国際関係論 1前・後 1 15

職業倫理 1前 1 15

チームワーク概論 1後 1 15

リーダーシップ論 1前 1 15

社会人基礎力 1前・後 1 30

コミュニケーション論 1前・2前 2 15

国際協力論 2前・後 2 15

スポーツボランティアⅠ 1前・後 2 15

スポーツボランティアⅡ 2前・後 1 30

地域ボランティア論 1前・後 2 15

地域防災 1前・後 2 15

建築・まちづくり 1前 2 15

統計学序論 1前 2 15

統計学 1後 2 15
生物学 1前 2 15
物理学 1後 2 15

情報リテラシー 1前・後 1 15

ICT概論 2前 1 15

健康科学 1前・後 2 15
食と健康 1前・後 1 30

化学 1前・後 2 15

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

解剖学Ⅰ 1前 1 30 ○

解剖学Ⅱ 1後 1 30 ○

解剖学実習 1後 1 30 ○

生理学Ⅰ 1前 1 30 ○

生理学Ⅱ 1後 1 30 ○

生理学実習 1後 1 30 ○

運動学Ⅰ 1後 1 30 ○

運動学Ⅱ 2通 2 30 ○

運動学実習 2後 1 30 ○

運動生理学 2前 1 30 ○

人間発達学 1後 1 30 ○

病理学 3前 1 15 ○

臨床心理学 1後 1 15 ○

精神医学 3前 2 15 ○

整形外科学 2前 2 15 ○

神経内科学 2前 2 15 ○

小児科学 3後 1 15 ○

内科学 2後 2 15 ○

老年医学 3後 2 15 ○

救急救命の基礎 2後 1 30 ○

薬理学 3前 1 15 ○

栄養学 1後 1 15 ○

リハビリテーション医学 1前 1 15 ○

リハビリテーション概論 1前 1 15 ○

公衆衛生学 3前 1 15 ○

地域福祉論 1前 1 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅱ 4後 1 30 ○

予防理学療法 3前 2 30 ○

リハビリテーション医療工学 3後 1 30 ○

保
健
医
療
福
祉

と
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
の

理
念

疾
病
と
障
害
の

成
り
立
ち
及
び

回
復
過
程
の

促
進

20

職
業
専
門
科
目

人
体
の
構
造
と

機
能
及
び

心
身
の
発
達

必修101単位を
履修

101

○

○

○

○

○

○

地
域
・
ボ

ラ
ン
テ
ィ

ア

○

○

○

○

科
学

○

○

○
○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

6 20 3 20 101

基
礎
科
目

社
会

必修16単位、
選択4単位以上

を履修

○

20

14 12 14 4 6 2

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間

数

履修方法
及び

卒業要件

基
礎
理
学
療
法
学

理
学
療
法
管
理
学

理
学
療
法
評
価
学

理
学
療
法
治
療
学

地
域
理
学
療
法
学

臨
床
実
習

人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
礎

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能

及
び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り

立
ち
及
び
回
復
過
程

の
促
進

保
健
医
療
福
祉
と
リ

ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン

の
理
念

様式第２号（その２）

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

　理学療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　理学療法学科
理学療法士課程

指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計

1

【資料18】

組
織



　　教育課程

必修 選択
6 20 3 20 10114 12 14 4 6 2

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間

数

履修方法
及び

卒業要件

基
礎
理
学
療
法
学

理
学
療
法
管
理
学

理
学
療
法
評
価
学

理
学
療
法
治
療
学

地
域
理
学
療
法
学

臨
床
実
習

人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
礎

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能

及
び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り

立
ち
及
び
回
復
過
程

の
促
進

保
健
医
療
福
祉
と
リ

ハ
ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン

の
理
念

様式第２号（その２）

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

　理学療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　理学療法学科
理学療法士課程

指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計

基礎理学療法概論 1前 1 30 ○

理学療法研究法 3前 1 30 ○

運動療法学総論 1後 1 30 ○

理学療法管理学Ⅰ 2前 1 15 ○

理学療法管理学Ⅱ 3後 1 15 ○

基礎理学療法評価学 1後 2 15 ○

基礎理学療法評価学実習 1後 1 30 ○

運動器理学療法評価学 2前 2 15 ○
運動器理学療法評価学実習 2前 1 30 ○

神経理学療法評価学 2前 2 15 ○

神経理学療法評価学実習 2前 1 30 ○

内部障害理学療法評価学 3前 2 15 ○
内部障害理学療法評価学実習 3前 1 30 ○

物理療法学 3後 2 15 ○

物理療法学実習 3後 1 30 ○

義肢装具学 3前 2 15 ○

義肢装具学実習 3前 1 30 ○

日常生活活動学 2後 2 15 ○

日常生活活動学実習 2後 1 30 ○

運動器理学療法学 2後 2 15 ○

運動器理学療法学実習 2後 1 30 ○

神経理学療法学 2後 2 15 ○

神経理学療法学実習 2後 1 30 ○

内部障害理学療法学 3後 2 15 ○

内部障害理学療法学実習 3後 1 30 ○

小児理学療法学 3後 2 15 ○

高齢者理学療法学 3前 2 15 ○

スポーツ理学療法学実習 3通 2 30 ○

健康寿命の延伸 3後 1 30 ○

在宅医療・介護の推進 3後 1 30 ○
アスレティックリハビリテーション 3後 1 30 ○

生活環境学 3前 1 15 ○

地域連携学 3前 1 15 ○

地域理学療法学 3後 1 15 ○

被災支援と理学療法 3前 2 30 ○

見学実習 1後 1 45 ○

検査・測定実習 2後 2 45 ○

評価実習 4前 8 45 ○

総合実習 4前 8 45 ○

地域実習 4後 1 45 ○

小計 12 16 7 3 2 12 26 3 20

共生社会の展開と実践 3後 1 15

共生福祉論 1後 2 15
身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 15
身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 30
コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ 2後 2 15
コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ 3前 1 30
障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ 2後 2 15
障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ 3前 1 30
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 15
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 30
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ 2後 2 15
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ 3前 1 30
実務リーダーのための経営戦略論 1後 2 15
組織・人材マネジメントの理論と実践 1後 2 15
実践マーケティング戦略 2前 2 15
保健医療経営Ⅰ 2後 2 15
保健医療経営Ⅱ 3前 1 15
実務リーダーのための財務会計Ⅰ 1後 1 15
実務リーダーのための財務会計Ⅱ 2前 1 15
ビジネスのための法律 2前 1 15
ビジネスのためのIT 2前 1 15
在宅サービスの事業経営 2後 1 15

事業計画策定概論 3後 2 15

総合事業開発 4後 1 30
小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

理学療法研究基礎ゼミナールⅠ 3前 1 30 ○
理学療法研究基礎ゼミナールⅡ 3後 1 30 ○
理学療法研究卒業セミナールⅠ 4前 1 30 ○
理学療法研究卒業ゼミナールⅡ 4後 1 30 ○

小計 0 0 0 4 0 0 0 0 0

44指定規則に対する増単位数 26 5 13

卒業要件単位数 145 40 35 70 145

20

総
合
科
目

必修4単位を履
修 4

0

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

20

隣
接
他
分
野

○

○

○

○

○

○

○

○

0

展
開
科
目

統合分野

必修14単位、
選択6単位以上

を履修

○

○

○

○

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

臨
床
実
習

地
域
理
学

療
法
学

理
学
療
法

治
療
学

理
学
療
法

評
価
学

職
業
専
門
科
目

基
礎
理
学

療
法
学

必修101単位を
履修 101

理
学

療
法

管
理

学

2



　　教育課程

必修 選択

敬心における共生論 1前 1 15 ○

心理学 1前 2 15

社会学 1前 2 15

実務英会話 1後 1 30

観光学 2前 2 15

経営学 1前 1 15

音楽文化論 1前・後 2

法学 1前・後 2 15

国際関係論 1前・後 1 15

職業倫理 1前 1 15

チームワーク概論 1後 1 15

リーダーシップ論 1前 1 15

社会人基礎力 1前・後 1 30

コミュニケーション論 1前・2前 2 15

国際協力論 2前・後 2 15

スポーツボランティアⅠ 1前・後 2 15

スポーツボランティアⅡ 2前・後 1 30

地域ボランティア論 1前・後 2 15

地域防災 1前・後 2 15

建築・まちづくり 1前 2 15

統計学序論 1前 2 15

統計学 1後 2 15

生物学 1前 2 15

物理学 1後 2 15

情報リテラシー 1前・後 1 15

ICT概論 2前 1 15

健康科学 1前・後 2 15
食と健康 1前・後 1 30

化学 1前・後 2 15

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

解剖学Ⅰ 1前 1 30 ○

解剖学Ⅱ 1後 1 30 ○

解剖学実習 1後 1 30 ○

機能解剖学 2前 1 30 ○

生理学Ⅰ 1前 1 30 ○

生理学Ⅱ 1後 1 30 ○

生理学実習 2前 1 30 ○

運動学Ⅰ 1後 1 30 ○

運動学Ⅱ 2前 1 30 ○

運動学実習 2後 1 30 ○

運動生理学 2後 1 30 ○

人間発達学 1後 1 30 ○

病理学 2前 1 15 ○

臨床心理学 1後 2 15 ○

精神医学 2後 2 15 ○

整形外科学 2前 2 15 ○

神経内科学 2後 2 15 ○

小児科学 3前 2 15 ○

内科学 2前 2 15 ○

老年医学 3前 2 15 ○

救急救命の基礎 2後 1 30 ○

薬理学 3前 1 15 ○

栄養学 1後 1 15 ○

リハビリテーション医学 3前 1 15 ○

リハビリテーション概論 1後 1 15 ○

公衆衛生学 3後 1 15 ○

地域福祉論 1後 1 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅱ 4後 1 30 ○

20

職
業
専
門
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び
心
身

の
発
達

必修101単
位を履修

101

疾
病
と
障
害
の
成
り
立
ち

及
び
回
復
過
程
の
促
進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー

シ
ョ

ン
の
理

念

○

○

○

○

○

○

地
域
・
ボ

ラ
ン
テ
ィ

ア

○

○

○

○

科
学

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

5 19 4 22 101

基
礎
科
目

社
会

必修16単
位、選択4
単位以上
を履修

20

○

14 12 14 4 5 2

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間

数

履修方法
及び

卒業要件

基
礎
作
業
療
法
学

作
業
療
法
管
理
学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

地
域
作
業
療
法
学

臨
床
実
習

人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
盤

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
の
理

念

様式第２号（その２）

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

作業療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　作業療法学科
作業療法士課程

指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計

3

組
織

15



　　教育課程

必修 選択
5 19 4 22 10114 12 14 4 5 2

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間

数

履修方法
及び

卒業要件

基
礎
作
業
療
法
学

作
業
療
法
管
理
学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

地
域
作
業
療
法
学

臨
床
実
習

人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
盤

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
の
理

念

様式第２号（その２）

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

作業療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　作業療法学科
作業療法士課程

指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計

作業療法学概論 1前 1 30 ○

作業療法学各論 2前 1 30 ○

基礎作業学演習Ⅰ 1前 1 30 ○

基礎作業学演習Ⅱ 1後 1 30 ○

作業療法管理学Ⅰ 1前 1 30 ○

作業療法管理学Ⅱ 4後 1 30 ○

作業療法評価学概論 1後 1 30 ○

身体機能作業療法評価学 2前 1 30 ○

精神機能作業療法評価学 2前 1 30 ○

発達障害作業療法評価学 2前 1 30 ○

高齢期作業療法評価学 2前 1 30 ○

高次脳機能作業療法評価学 2後 1 30 ○

日常生活活動作業療法評価学 2後 1 30 ○

身体機能作業療法治療学Ⅰ 3前 1 30 ○
身体機能作業療法治療学実習Ⅰ 3後 1 30 ○

身体機能作業療法治療学Ⅱ 3前 1 30 ○
身体機能作業療法治療学実習Ⅱ 3後 1 30 ○

身体機能作業療法治療学Ⅲ 3前 1 30 ○
身体機能作業療法治療学実習Ⅲ 3後 1 30 ○

精神機能作業療法治療学 3前 1 30 ○

精神機能作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

発達障害作業療法治療学 3前 1 30 ○

発達障害作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

高齢期作業療法治療学 3前 1 30 ○

高齢期作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

高次脳機能作業療法治療学 3前 1 30 ○
高次脳機能作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

日常生活活動作業療法治療学 3前 1 30 ○
日常生活活動作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

日常生活活動支援治療学 3前 1 30 ○

日常生活活動支援治療学実習 3後 1 30 ○

健康寿命の延伸 3後 1 30 ○

在宅医療・介護の推進 3後 1 30 ○
生活行為を支援するための環境整備 3後 1 30 ○

緩和ケアと作業療法 3後 1 30 ○

地域作業療法学 3前 1 30 ○

就労支援論 3後 1 30 ○

生活環境学 3後 1 30 ○

地域作業療法学実習 4後 1 45 ○

障害児教育と作業療法 3前 1 30 ○
発達･精神障害に対する社会生活力と作業療法 3前 1 30 ○

体験実習Ⅰ 1前 1 45 ○

体験実習Ⅱ 1前 1 45 ○

評価実習Ⅰ 2後 3 45 ○

評価実習Ⅱ 2後 2 45 ○

総合実習Ⅰ 4前 9 45 ○

総合実習Ⅱ 4前 9 45 ○

地域実習 4後 2 45 ○

小計 12 18 7 4 2 7 20 4 270

職
業
専
門
科
目

基
礎
作
業

療
法
学

必修101単
位を履修

101

作
業

療
法

管
理

学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

地
域
作
業
療
法

学

臨
床
実
習

4



　　教育課程

必修 選択
5 19 4 22 10114 12 14 4 5 2

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間

数

履修方法
及び

卒業要件

基
礎
作
業
療
法
学

作
業
療
法
管
理
学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

地
域
作
業
療
法
学

臨
床
実
習

人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
盤

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ
ー

シ

ョ
ン
の
理

念

様式第２号（その２）

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

作業療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　作業療法学科
作業療法士課程

指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計

共生社会の展開と実践 3後 1 15 ○

共生福祉論 1後 2 15 ○

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 15
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 30
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 15
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 30
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 15
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 30
身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 15
身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 30

2後 2 15

3前 1 30
実務リーダーのための経営戦略論 1後 2 15
組織・人材マネジメントの理論と実践 1後 2 15

実践マーケティング戦略 2前 2 15

保健医療経営Ⅰ 2後 2 15

保健医療経営Ⅱ 3前 1 15
実務リーダーのための財務会計Ⅰ 1後 1 15
実務リーダーのための財務会計Ⅱ 2前 1 15

ビジネスのための法律 2前 1 15

ビジネスのためのIT 2前 1 15

在宅サービスの事業経営 2後 1 15

事業計画策定概論 3後 2 15

総合事業開発 4後 1 30

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
作業療法研究基礎ゼミナールⅠ 3前 1 30 ○
作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 3後 1 30 ○
作業療法研究卒業ゼミナールⅠ 4前 1 30 ○
作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 4後 1 30 ○

小計 0 0 0 4 0 0 0 0 0

145 145

44

卒業要件単位数 40 37 68

指定規則に対する増単位数 26 7 11

総
合
科
目

必修4単位
を履修 4

0

○

○

○

○

○

20

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ ○

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ ○展

開
科
目

統合分野

必修14単
位、選択6
単位以上
を履修

20

隣
接
他
分
野

○

○

○

○
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１．臨地実務実習の在り方

臨地実務実習は、本学で学修した知識および技術・技能を、学内教育では体験し得ない臨床の場にお

いて、臨地実務実習指導者と共に理学療法の実施を通して、より一層の学修を深める教育として位置づ

けられている。つまり「知っている」「理解している」知識や技能を「実践できる」段階へコンピテンシ

ーを修得する課程である。保健医療専門職における臨地実務実習の在り方は、学生が臨地実務実習を通

して理学療法対象者の全体像を把握した上で、理学療法治療計画及び治療等を体験しながら、理学療法

士としての役割や責務を果たす能力、理学療法士として知識と技術・技能及び態度を培うためにも極め

て重要となる実習である。

臨地実務実習は、診療参加型臨地実務実習として実施されることが推奨されている。診療参加型臨地

実務実習に関して文部科学省・厚生労働省の実態調査における定義では、「学生が医療チームの一員と

して実際に診療に参加し，より実践的な臨床能力を身に付ける臨床参加型実習であり，実習生が単独で

行動したり，実習生の考えた診療内容を実施したりする担当型臨地実務実習や指導者の診療の横につい

ているだけの見学型臨地実務実習ではなく，医療チームの立案した診療計画に基づき，指導者の監督・

指導のもとで患者を受けもつなど診療に参加するもの」とされている。本学においても、この概念に基

づき、診療参加型臨地実務実習を導入する。

また、本学においては、臨地実務実習から戻って学内で到達する目標として、「臨地実務実習の経験を

自ら振返り、臨地実務実習の成果を客観視することができる」を掲げ、実習施設の概要と体験した理学

療法対象者について、発表資料を作成し、学生同士相互に実習内容を報告し、発表会担当教員の指導、

助言の下で、相互討論しながら理学療法評価・治療方法や各施設における理学療法士の役割や業務につ

いて、振返り学修し理解を深め、理学療法士としての基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程の三側面

を通して実践的なスキルを習得することを追加する。

２．臨地実務実習の構成

平成 30 年度理学療法士・作業療法士養成校指定規則の改訂に伴い、臨地実務実習の構成は、見学実

習、評価実習、総合実習をもって構成される。本学においては、評価実習を検査・測定実習と評価実習

の二段階に分けて実施する。

実習対象となる理学療法対象者は、理学療法教育ガイドラインにおいて指定されている「骨関節障害」

「神経障害」「内部障害」の三領域すべての対象者が含まれていることが望ましく、学生の経験値を高め

るために多くの理学療法対象者を経験し、幅広く理学療法の経験を積み重ねることが求められる。

（1）見学実習、検査・測定実習、評価実習、総合実習、地域実習

①見学実習

見学実習は、早期体験実習に相当し、臨地実務実習施設において展開されている理学療法を臨

地実務実習指導者と共に、診療参加型の臨床見学を行い、施設の役割や機能を理解し、理学療法

士の業務を把握した上で、理学療法対象者の概要を認識して、臨地実務実習施設のスタッフや理

学療法対象者とのコミュニケーションを図ることを学修すると共に医療従事者としての心構え

や立場を深めるとともに、理学療法士としての責務を認識する。
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②検査・測定実習

検査・測定実習は、臨地実務実習施設において理学療法評価として必要とする基本的な検査・

測定項目を挙げ、診療参加型で担当症例に対して実際に検査・測定を行う。臨地実務実習指導者

の指導により学内で学んだ検査・測定項目を実際の臨床場面で実施する。検査・測定結果を障害

に応じ解釈を行うための臨床知識を習得し、障害程度の把握ができるようになる。

③評価実習

評価実習は、診療参加型で理学療法対象者に対する評価方法の選択・実施、評価結果より理学

療法実施上の問題点を抽出し、理学療法対象者の障害像を把握する課程について学修する。さら

に、理学療法士としての役割をチーム医療の観点から学ぶため、適宜、関連職種の業務体験や見

学を行い、臨地実務実習の指導者や症例担当者による理学療法実施場面において、学生の可能な

理学療法補助業務に積極的に参加させ、幅広く理学療法場面を体験することで理学療法士に求

められる知識、技術を修得する。

④総合実習

総合実習は、診療参加型で理学療法対象者に対する理学療法評価、治療を基に理学療法対象者

の評価、結果の統合と解釈、治療計画の立案と実施、記録・報告等の理学療法の一連の過程につ

いて、臨床現場で見学、模倣しながら体験・実践する。理学療法評価から治療目標を設定し、治

療プログラムを作成する。加えて基本的な治療手技を実施する。

⑤地域実習

地域実習は、診療参加型で生活期において在宅や施設に居住する地域在住の理学療法対象者

における理学療法について実地見学、体験を通じて地域における理学療法評価や治療、支援方法、

理学療法士として必要とされる役割や考え方、実践方法について学修する。また地域理学療法に

おける多職種協同の必要性や地域包括ケアについても学ぶ。

（2）単位数および実習時間

平成 30 年度理学療法士養成校指定規則の改訂に伴い、臨地実務実習の単位数は 20 単位と規定さ

れた。その中、「訪問リハビリテーション又は、通所リハビリテーションに関する実習を 1 単位、

総合臨地実務実習前後の学生評価に 1 単位を充てる」ことになっている。また、理学療法士協会教

育ガイドラインによると評価実習と総合臨地実務実習に 16 単位以上を充てることが望ましいと記

載されていることから、本学は、以下のとおり構成する。

実習区分 修得単位 実施年次 期間

見学実習 1 単位 1 年次後期 1 週間 

検査・測定実習 2 単位 2 年次後期 2 週間 

評価実習 8 単位 4 年次前期 8 週間 

総合実習 8 単位 4 年次前期 8 週間 

地域実習 1 単位 4 年次後期 1 週間 

計 20 単位 
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なお、理学療法士養成校指定規則に則り、臨地実務実習 1 単位あたりの実習時間は 40 時間以上

45 時間までとし、臨地実務実習が学生にとって過大な負担とならないように実習時間を設定する。 

なお、学生が自己研鑽として用いる時間は、この限りではない。

（3）臨地実務実習体制の整備

①臨地実務実習の組織体制と臨地実務実習調整担当者

臨地実務実習の科目責任者を中心に、臨地実務実習に関わる委員会およびワーキンググルー

プ、臨地実務実習調整会議、事務部門などの組織の役割を明確化して、臨地実務実習について包

括的に管理を行う。臨地実務実習の科目責任者は、臨地実務実習の包括的な計画作成、臨地実務

実習施設との連絡、調整、各学生の臨地実務実習進捗状況管理等の役割を有しており、理学療法

士養成校に 1 名以上の専任教員を配置することが理学療法士養成校指定規則に定められている。 

【臨地実務実習を統括する組織の役割】

・臨地実務実習の意義を明確化

・臨地実務実習到達目標設定

・臨地実務実習前後における学生に対する評価法

・臨地実務実習時期および期間の設計

・臨地実務実習施設への学生配置

・臨地実務実習において学生が行う行為や技術水準の設定

・診療参加型およびクリニカルクラークシップによる指導方法

②臨地実務実習指導者および本学教員における臨地実務実習に関する教育能力を高める実践方法

ア 臨地実務実習指導者会議の開催計画

臨地実務実習に関係する教員と受入れ施設の臨地実務実習指導者等で構成される臨地実

務実習指導者協議会を開催する。開催計画として、年度替わりの 3 月初旬の開催を必須と

し、年 2 回を予定している。

この協議会では参加者の臨地実務実習運営に関わる情報交換をするとともに、臨地実務

実習における学修成果の評価を共有し、臨地実務実習における課題の検討を大学側と受入

れ施設側で共に行う。

また、実習指導者に対しては臨地実務実習指導者会議において、学生が臨地実務実習にお

いて修得すべき内容・レベルを共有する。学生には「臨地実務実習成績評価の指標」を「臨

地実務実習ガイドライン・到達目標シート」について詳しくその目的、意義、活用方法等を

説明する。

臨地実務実習における課題の検討の結果に基づき、次年度の臨地実務実習を計画するこ

とにより、学修環境や指導体制の改善に繋げることができる。その上で、臨地実務実習指導

においては、大学側と臨地実務実習指導者とが緊密に連絡をとり、より高い学修効果が得ら

れるよう臨地実務実習環境を整える。
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イ 研修会の実施

臨地実務実習を実施する施設では、指定規則による実習指導者の要件を遵守することはも

ちろん、既設の専門学校とは異なるより高い質的な教育的効果を期待することから、本学科

では臨地実務実習指導者に対し、臨地実務実習指導、卒前・卒後教育等に関連した教育や臨

床に関する研修会を実施し、大学教育における臨地実務実習の意義や目標、方法、評価等の

見識を共有し指導能力向上を図る。

大学教育における臨地実務実習の意義や目標・方法・評価等の見識、学生の能力等に合わ

せた臨地実務実習指導の方法を学修する機会を複数回数設定することで実習指導者の資質や

水準を一定に確保し、指導能力を整えることを考えている。臨地実務実習指導者および本学

教員における臨地実務実習に関わるスタッフに対して、教育能力を高める実践方法（ファカ

ルティ・ディベロップメント：FD）については、高等教育における教員の授業内容や教授方

法および資質の向上を目指すための活動であり、学生による授業評価や教員による相互評価

などがある。臨地実務実習においても、FD を実施し、教員による自己点検評価、学生による

臨地実務実習評価、臨地実務実習指導者による自己評価、学生による臨地実務実習指導者評

価を実施する。また、本学においては、臨地実務実習指導者研修会、専任教員に対する臨地

実務実習指導研修会等を通じて、臨地実務実習教育に関する FD 活動を推進する。 

（4）臨地実務実習施設

①臨地実務実習施設の要件

平成 30 年度理学療法士養成校指定規則によると臨地実務実習施設の要件は、実習時間の 3 分の

2 以上は、医療提供施設において行うこと。ただし、医療提供施設における実習の 2 分の 1 以上

は病院又は診療所で行うこと。また、訪問リハビリテーション又は通所リハビリテーションに関

する実習を 1 単位以上行うことと定めている。

②主たる実習施設の整備

平成 30 年度理学療法士・作業療法士養成校指定規則によると臨地実務実習の質を向上させる

ためには、教育機能の高い施設を確保することは必要不可欠であり、主たる臨地実務実習施設の

役割は重要であると定められている。

【主たる臨地実務実習施設の要件】

・養成施設の附属実習施設である、又は契約により附属実習施設と同等の連携が図られている

・実習生の更衣室及び休憩室が準備されていると共に、実習効果を高めるための討議室が設けら

れている

・実習生が閲覧可能な専門図書を有している

・理学療法士の継続的な教育が計画されている

・複数の症例が経験でき、診療参加型による臨地実務実習が行われている

・臨地実務実習指導者のうち 1 人は、厚生労働省が指定した専任教員養成講習会（仮称）を修了

した者、又はこれと同等以上の知識及び経験（例えば教員長期講習会等）を有する者である

③その他の施設

理学療法士・作業療法士養成校指定規則の検討会では、臨地実務実習施設として、医療提供施
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設の他、介護保健施設、老人福祉施設、身体障害者福祉施設、児童福祉施設、指定障害福祉サー

ビス事業者、指定障害者支援施設等を適宜含めることに努めることを提示している。

３．臨地実務実習の教育目標

理学療法士・作業療法士養成校指定規則検討委員会によると、臨地実務実習教育の目標として「社会

的ニーズの多様化に対応した臨床的観察力・分析力を養うとともに、治療計画立案能力・実践能力を身

に付ける。各障害、各病期、各年齢層を偏りなく行う対応できる能力を培う。また、チームの一員とし

て連携の方法を修得し、責任と自覚を培う」と記載されている。

臨地実務実習における教育目標として、「ある程度の助言・指導のもとに基本的理学療法を遂行する

ことができる」と定めた。

（1）一般目標

① 理学療法の対象者に対して、基本的な理学療法を体験し実践できる

② 理学療法士の役割と責任について理解し、理学療法士の一員として自覚を持った行動がとれる

③ 臨地実務実習を通して、自己の理学療法士としての自覚を高めることできる

（2）行動目標

① 理学慮法対象者に対して、基本的な理学療法を体験し実践することができる

理学療法の基本（動作介助、記録と報告、リスク管理等）、理学療法評価（情報収集・分析、問

診、一般検査測定技術、検査測定に基づく分析・統合・解釈、問題点の抽出等）、理学療法対象

者の身体状況に応じた理学療法の目標設定・治療計画の立案、理学療法治療・指導（一般的治

療技術、運動療法、物理療法、装具療法等）

② 理学療法士の役割と責任について理解し、理学療法士の一員として自覚を持った行動をとるこ

とができる。

適切な身だしなみと言葉づかいに加え、節度のある態度で患者やスタッフに接する。指導・助

言により共感的態度を形成し、良いコミュニケーションを形成できる。臨地実務実習生の立場

で、必要とする要件を理解し助言等により応答することができる。理学療法対象者や家族にと

って相談しやすい雰囲気を作ることができる。保健医療専門職としての心得や施設におけるル

ールを遵守する。各部門における診療等のルールや診療プロセス（処方の確認、計画書、効果

判定、診療記録、診療報酬算定等）提出物は期限を厳守し提出する。理学療法対象者に対する

安全に配慮し、インシデントやアクシデントが生じた場合、速やかに適切に対応することがで

きる。個人情報保護に配慮し、守秘義務を遵守する。

③ 臨地実務実習を通して、自己の理学療法士としての自覚を高めることできる

理学療法士を志すための動機づけを高めることができる。十分な意欲を持って臨地実務実習に

参加することができる。自己管理能力や生涯学習する態度を培うことができる。基本的理学療

法の体験・実践を通じて、自己の理学療法観を育むことができる。カンファレンスや勉強会、

学会活動などスタッフが関わる行事に参加し、新たな知見を得ることができる。文献や指導に

より知識・技術を増やすことができる。医療倫理や生命倫理について理解することができる。 
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４．臨地実務実習評価の在り方

日本理学療法士協会のガイドラインによる臨地実務実習の到達目標は、「ある程度の助言・指導のも

とに基本的理学療法を遂行できる」となっており、養成校卒業時の到達目標が「理学療法の基本的な知

識と技能を修得するとともに自ら学ぶ力を育てる」と定めている。このため、臨地実務実習の評価の在

り方として、臨地実務実習で経験した内容を確認した上で、到達目標に対する到達度を把握し、大学卒

業時の到達目標に向けた学修の指針となるような教育的観点で臨地実務実習評価を行う。つまり、判定

的である評価であるよりも過程的である評価が望ましい。

具体的な評価方法としては、チェックシートを用い、一般目標に掲げた各技術項目の経験を確認し、

自立して実施できるか到達度を評価する。評価時期は、臨地実務実習開始時、臨地実務実習期間中、臨

地実務実習終了時とする。なお、評価者は、学生の自己評価に加えて、臨地実務実習指導者と臨地実務

実習教育管理者が協働して評価する。

臨地実務実習前後において、筆記試験・実技試験や客観的臨床能力試験（OSCE）を実施して、臨地

実務実習前、基本的な知識・技能を有していることを確認する。加えて、臨地実務実習終了後、再度OSCE

を実施することにより、臨地実務実習を包括的に評価することができる。なお、OSCE は総合実習前後

に実施し、本学教員のみならず臨地実務実習指導者等の外部評価者を加えた複数名で実施すること

で、評価の水準が担保され、大学と臨地実務実習施設との連携、情報交換を深めることができることを

想定している。

５．診療参加型臨地実務実習による臨地実務実習の進め方

診療参加型臨地実務実習（Clinical clerkship :CCS）は、アメリカの内科医ウイリアムオスラーによ

り提唱されたデスクワーク中心の臨地実務実習体系を臨床診療（主にクリニカルワークを中心とする）

臨地実務実習体系に立ち戻ろうという理念である。これまでに国内においても様々の方法が試行されて

いるが、昨今、理学療法士養成課程において、CCS の方法として「見学―模倣―実施」の順に診療へ参

加する過程の中で臨床体験を積み実践指導を行う手法が多く用いられている。臨地実務実習の教育体系

が CCS へ移行しつつある背景として、臨地実務実習における学生の法的身分や学生及び理学療法対象

者を保護する観点と従来、徒弟制で実施されていた臨地実務実習内容をさらに適正化することにある。 

（1）臨地実務実習において学生を診療へ参加させる環境整備

従来の徒弟制による臨地実務実習では、学生に対して理学療法知識、技能不足を指摘すること

に注意が向けられ、症例発表会においても学生の欠点探しに終止してきた場面が少なからず見受

けられた。CCS は、臨地実務実習指導者と学生が共に協働し、理学療法対象者に対して理学療法

を実施することを基本概念としている。この概念を達成するためには、臨地実務実習施設が学生

に対して、支持的に臨床教育を行う風土が不可欠であり、臨地実務実習中は、学生を診療スタッ

フの一員として、共に考え、共に悩むような共感的関係の中で実施されるべきで、理学療法士の

職制から考えても、個人の能力を上手く引き出すことは容易であるはずである。

CCS は、臨地実務実習施設において学生を支持的な臨床教育が実施される環境整備が必要であ

る。
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（2）CCS

①CCS による臨地実務実習の進め方

臨地実務実習において、学生を診療参加させながら理学療法実践教育を行う場合、臨地実務実

習指導者は、理学療法対象者に係る診療情報の他、臨地実務実習指導者の考え方や理学療法の方

針等を可能な範囲で学生へ開示し、共有化することから始まる。その中で、学生が診療参加し実

施可能な理学療法項目について、計画的かつ意図的かつ継続的に指導を行う。つまり、学生が実

施できそうな一部の理学療法体験ではなく、学生が体験、実施できる領域を徐々に拡大し、最終

的に理学療法対象者の全体像に結びつくことが肝要である。

②CCS における「見学」について

「見学」は、臨地実務実習指導者により展開される理学療法を学生が見学し、臨地実務実習指

導者が理学療法実施過程を解説することである。ここで、学生に対して、無計画に何も指示をせ

ずに見学させると学生は、見学のポイントがわからず、理学療法実施を単に見学するのみとなり

学修は進まない。臨地実務実習指導者は、実施前に学生に対して、見学するべき視点について具

体的なオリエンテーションを行う必要がある。例えば、見学させたい事項や対象者による個別性

の違い、実施上の留意点などを説明することで、次の段階の「模倣」へつながる。しかし、見学

すべき内容を臨地実務実習指導者が、単に実況中継のような解説を行うと学生は、何を模倣すべ

きなのか理解ができなくなる。模倣へ段階を移行する判断としては、学生と見学内容、ポイント

について臨地実務実習指導者と相互討議し学生が理解したと判断できた段階であり、複数回の

見学が必要と思われる。

③CCS における「模倣」について

「模倣」は、見学段階で修得した知識と技術を実際の理学療法対象者において実施する段階と

なる。模倣の段階は、学生が見学時に内容を理解していると判断できる項目に限られる。実施方

法として、例えば、関節可動域練習を 10 回行う際に、4 回目までは、臨地実務実習指導者が実

施し、5 回目は学生が模倣し、6 回から 9 回目は、臨地実務実習指導者が実施し、10 回目は、学

生が模倣する。といった部分的模倣が導入時に相応しく、臨地実務実習指導者は、部分的模倣か

ら計画的、意図的、継続的に模倣段階を拡大する。この模倣段階では、理学療法対象者から学生

に対して、直接、フィードバックが行われる場合もあり、学生の知識、技術のスキルを向上する

ためにも貴重な機会となる。模倣する段階では、学生―臨地実務実習指導者―理学療法対象者の

三位一体となる関係性が重要であり、臨地実務実習指導者の役割は重要である。また、模倣は、

学生のスキルや手技の難易度により影響を受け、数回で実施段階へ移行できる場合もあれば、十

数回模倣を繰り返す必要が生じる場合もあるため、模倣段階は、学生に対して臨地実務実習指導

者による的確な助言が必要である。

④CCS における「実施」について

「実施」とは、模倣段階で修得したスキルを理学療法評価、治療プログラムを実施する中で実

践することである。臨地実務実習指導者により「実施」が可能と判断できる項目は、学生が理学

療法業務の分担が可能と判断された項目となり臨地実務実習指導者は、学生が安全かつ適切に

理学療法を実施されているのか直接監視下で確認し、その項目以外は、臨地実務実習指導者が理
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学療法を実施（見学あるいは模倣）する。CCS による臨地実務実習では、この実施項目を徐々

に増やしていくことが目標となる。この実施項目は、あくまでも臨地実務実習指導者の直接監視

下で行われることを厳守すること。

⑤認知スキルにおける CCS について

臨地実務実習においては、理学療法技術のみならず、思考過程における認知スキルについても、

「見学―模倣―実施」の段階を経てスキルを向上することが望ましく、学生が試行してからダメ

出しをするのではなく、診療を行う立場として、学生に先ず手本を示した上で指導を行うという

学生支持型の指導へパラダイムシフトすることが望まれている。

６．臨地実務実習における学生が行う理学療法について

理学療法士・作業療法士養成校指定規則検討委員会によると、臨地実務実習における学生が行う理学

療法行為として、「臨地実務実習において実習生が行うことのできる行為については、あらかじめ患者

に同意を得た上で、臨地実務実習指導者の指導・監督の下、事前に養成校と臨地実務実習施設において

心身の侵襲性がそれほど高くないと判断した行為については行うことができる。

なお、上記行為を行う場合には、臨地実務実習前に実習生の技術等に関して、実技試験等による評価

を行い、直接患者に接するに当たり、総合的知識及び基本的技能・態度を備えていることを確認する必

要がある」と記載されていることから、臨地実務実習における学生が行う理学療法は、以下の条件を満

たす必要がある。

・学生が実施できる理学療法行為の範囲（事前に養成施設と臨地実務実習施設において心身の侵襲

性がそれほど高くないと判断した行為）とその水準に従って行う

・適切な能力を有する臨地実務実習指導者の指導・監督の下に行う

・臨地実務実習前に学生の能力と適性（総合的知識及び基本的技能・態度）を評価・認定すること

・患者の同意と事故補償

【臨地実務実習において学生が実施できる理学療法行為の範囲と水準】

臨地実務実習において学生が実施できる理学療法行為の範囲は、事前に養成施設と臨地実務実

習施設において心身の侵襲性がそれほど高くないと判断した行為となる。日本理学療法士協会が

策定した臨地実務実習において学生が実施できる基本的な理学療法技術の水準として、以下 3 つ

の水準を定めている。

水準 1：指導者の直接監視下で学生により実施されるべき項目 

水準 2：指導者の補助として実施されるべき項目および状態 

水準 3：見学に留めておくべき項目および状態 

水準 1 は、対象者の全身状態が安定し、指導者の直接監視下であれば、学生が実践可能な行為

となるが、対象者の全身状態が不安定の場合は、水準 2 あるいは水準 3 となることもある。 

水準 2 は、臨地実務実習指導者の補助として実施すべき項目であり、模擬患者やシミュレータ

8



ー教育で技術を修得し、臨地実務実習指導者の補助として実施できる行為

水準 3 は、リスクや侵襲性が高く見学に留めておくべき行為 

なお水準 3 の見学に留めておく状態として、日本理学療法士協会が策定した指針により 

・全身状態が不安定な場合

・重症不整脈、心肺停止のリスクがある場合

・骨折・脱臼の危険が高い場合

・動作時のバランスが不良で転倒の危険が高い場合

・新生児・小児疾患の急性期

・侵襲的、羞恥的行為を含む場合

が挙げられている。

７．臨地実務実習施設による特性と指導する事項について

（1）高度急性期、急性期

①高度急性期・急性期機能を有する病棟

高度急性期機能を有する病棟とは、救命救急病棟、集中治療病棟、ハイケアユニット、新生児

集中治療室などの急性期治療を実施している患者に対して、病態の早期安定化に向けて、診療密

度が特に高い医療を提供する機能を有する病棟である。これらの病棟においては、病態や全身状

態が不安定である状態の中で、早期離床、合併症予防、活動性向上などにより ADL の早期獲得、

在院日数の短縮化などを目的に理学療法が実施される。

急性期機能を有する病棟とは、急性期治療を行う患者に対して、病態の早期安定化に向けて、

医療を提供する機能を有する病棟とされている。高度急性期病棟との違いは、救命救急病棟や集

中治療室などの診療密度の高い医療を提供する機能の有無である。急性期病棟においても発症し

て間もない理学療法対象者が多く、かつ重症度も異なり、理学療法士の業務も早期離床、ADL の

早期獲得、合併症予防の他、在宅復帰へ向けた支援等幅広く実践されている。

②高度急性期・急性期病棟における臨地実務実習の目標

高度急性期や急性期病棟における臨地実務実習を行う場合、理学療法対象者のほとんどが臨地

実務実習の水準 2 あるいは水準 3 となるため、学生は、臨地実務実習指導者が実施する評価・治

療の補助や介助を行う機会が多くなる。その反面、病態の変化や全身状態の観察など、理学療法

対象者の情報取集、臨床推論、評価技能、離床練習などの理学療法治療技術について補助、介助

を行う機会が多くなり、これらの技能の修得に対して良い機会となる。また、多職種との連携や

コミュニケーションが必要不可欠であり、病棟におけるカンファレンスや症例検討会、各チーム

ラウンド・回診などの活動へ参加することができる。昨今、急性期病院より直接、在宅診療へ移

行する患者も増えていることから、高度急性期や急性期治療の現場から経験できることが地域理

学療法の場でも役立つ。
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③高度急性期・急性期病棟における臨地実務実習のポイント

ア リスク管理

スタンダードプリコーション（感染予防）

バイタルサイン、病態の観察、各種モニターの観察、リスク管理に必要な情報の修得

カテーテル、ドレーン、点滴、生命維持装置等の管理方法について

急変時の対応

イ 動作介助

基本動作、体位交換、移動、移乗動作（意識レベル低下の場合、各ドレーン、カテーテルが

接続されている場合等）

ウ 理学療法評価

他部門情報および診療録の確認、情報収集方法を修得し、これらの情報から理学療法対象

者の病態把握や全身状態管理を理解するように指導を行う。また、全身状態の判断の下に理

学療法介入内容や実施に伴うリスクを想定し考える。身体機能については、病態の回復に伴

い、劇的に変化することを体験する。急性期病棟では、全身状態が安定し病態が回復してき

たら水準 1 の技能について実施させる。 

エ 理学療法技能

主に関節可動域練習や離床練習、筋力増強運動、排痰法などの体験、臨地実務実習指導者

の補助、介助を行う。

離床練習に伴う動作介助技能について臨地実務実習指導者の補助、介助を行う。

（2）回復期

①回復期病棟機能を有する病棟

回復期リハビリテーション病棟とは、急性期を経過した在宅復帰に向けて医療やリハビリテー

ションを提供する機能を有し、脳血管疾患や大腿骨頸部骨折などの対象者に対して、ADL の向上

や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中的に提供する病棟である。

②回復期病棟機能を有する病棟における臨地実務実習の目標

回復期病棟機能を有する病棟で臨地実務実習を実施する場合、多くの理学療法対象者は技能水

準 1 となることが多く、一般教育目標に掲げる「基本的理学療法」について評価や治療技術など

を修得できる機会が多い。また、回復期リハビリテーション病棟では、多職種によりチームリハ

ビリテーションが実施されているため、リハビリテーションカンファレンスや多職種を理解する

よい機会となる。

③回復期リハビリテーション病棟における臨地実務実習のポイント

ア リスク管理

スタンダードプリコーション（感染予防）

バイタルサイン、病態の観察、各種モニターの観察、リスク管理に必要な情報の修得

病態の観察方法について

急変時の対応

イ 動作介助
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基本動作、体位交換、移動、移乗動作などの経験と修得

ウ 理学療法評価

他部門情報および診療録の確認、情報収集方法を修得し、理学療法対象者と直接問診を実

施して、これらの情報から理学療法対象者の病態把握や全身状態管理を理解するように指

導を行う。また、理学療法対象者へ検査、測定の目的、方法、リスクの説明と実施方法を説

明し理解、修得する。検査、測定、評価結果の解釈、全体像把握、問題点抽出、目標設定に

ついて臨地実務実習指導者の考えを説明し、理解する。疾患特異的な評価（脳卒中、脊髄損

傷、神経筋疾患等）の実践。

エ 理学療法技能

関節可動域練習や動作練習、筋力増強運動、などの体験、臨地実務実習指導者の補助、介

助を行う。物理療法の見学、模倣、実施。義肢装具、福祉用品の適応、調整、生活場面での

活用について、体験、介助、指導を受ける。退院前訪問に同行し、福祉用具の選定などを見

学する。多職種カンファレンスや退院前カンファレンスへ参加し、多職種の役割や理学療法

士の役割を理解する。

（3）維持期・生活期

①維持期・生活期病棟機能を有する病棟

維持期・生活期とは、発症から一定の時期を経過し、病態、病状が安定している時期を示して

いる。維持期・生活期においては、今後、地域包括ケアシステムが導入され、制度が充実するこ

とから、維持期・生活期においては、理学療法対象者がその人らしい暮らしを再構築し、その後

の安定した生活を支援する能力が求められる。臨地実務実習においては、介護老人保健施設ある

いは通所リハビリテーションや訪問リハビリテーション施設で展開されることが多いと思われ

る。

②維持期・回復期における臨地実務実習の目標

維持期・生活期のリハビリテーションを提供する施設で臨地実務実習を実施する場合、多くの

理学療法対象者は技能水準 1 となることが多く、一般教育目標に掲げる「基本的理学療法」につ

いて評価や治療技術などを修得できる機会が多い。特に生活機能向上・維持と QOL の向上に向

けて、「参加」と「活動」を基軸に「心身機能」「背景因子」を含めた包括的な生活機能評価を念

頭に臨地実務実習を行う。また、生活機能の基盤となる基本動作、移動動作等の能力評価を適切

に実施し、解決する問題、目標を設定することを臨地実務実習指導者と共に体験する。

さらに地域で生活する理学療法対象者の環境づくり等について、臨地実務実習指導者と共に体

験する。

③維持期・回復期における臨地実務実習のポイント

ア リスク管理

スタンダードプリコーション（感染予防）

バイタルサイン、病態の観察、各種モニターの観察、リスク管理に必要な情報の修得

急変時の対応

イ 動作介助
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基本動作、体位交換、移動、移乗動作などの経験と修得

ウ 理学療法評価

他部門情報および医師の指示書、ケアプランの確認、情報収集方法を修得し、理学療法対

象者と直接問診を実施して、これらの情報から理学療法対象者の生活機能を理解するように

指導を行う。また、理学療法対象者へ検査、測定の目的、方法、リスクの説明と実施方法を

説明し理解、修得する。検査、測定、評価結果の解釈、全体像把握、問題点抽出、目標設定に

ついて臨地実務実習指導者の考えを説明し、理解する。

エ 理学療法技能

関節可動域練習や動作練習、筋力増強運動などの体験、臨地実務実習指導者の補助、介助

を行う。義肢装具、福祉用品の適応、調整、生活場面での活用について、体験、介助、指導を

受ける。住宅訪問に同行し住宅改修や福祉用具の選定などを見学する。多職種カンファレン

スや退院前カンファレンスへ参加し、多職種の役割や理学療法士の役割を理解する。

８．臨地実務実習指導者

（1）臨地実務実習指導体制

これまでの臨地実務実習指導では、臨地実務実習指導者と実習生が 1 対 1 となる臨地実務実習

指導が行われることが多かったが、関係性が密となることやハラスメントを予防する観点からも

複数担当者による臨地実務実習指導が望まれている。臨地実務実習施設において、複数名の臨地

実務実習指導者がいる場合は、「臨地実務実習教育管理者」「臨地実務実習指導者」「症例担当指導

者」の三層に区分できる。臨地実務実習教育管理者は、本学の臨地実務実習調整者と綿密な連携

を図り、臨地実務実習教育を包括的に管理する。臨地実務実習指導者は、厚生労働省指定の臨地

実務実習指導者研修会等の受講が義務付けられており、主に学生指導の中心となり、学生の評価

も行う。症例担当指導者は、臨地実務実習指導者の指示・指導・助言の下に自らの理学療法内容

を提示し、学生とともに理学療法を行うが、学生の評価は行わず、あくまでも臨地実務実習指導

者が学生の評価を行うことが求められている。

（2）臨地実務実習指導者の要件

臨地実務実習指導者の要件については、理学療法士・作業療法士養成校指定規則検討委員会に

より、免許を受けた後 5 年以上業務に従事した者で、「厚生労働省が指定した臨地実務実習指導者

講習会」「厚生労働省及び公益財団法人医療研修推進財団が実施する理学療法士・作業療法士・言

語聴覚士養成施設教員等講習会」「一般社団法人日本作業療法士協会が実施する臨地実務実習指導

者中級・上級研修」の何れかの講習会を修了した者とする。
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９．臨地実務実習を開始する際に必要な能力

（1）臨地実務実習を開始する際に備えておくべき態度

臨地実務実習では、様々な施設、病院、スタッフ、理学療法対象者やその家族とコンタクトを

取ることが多い。このため、大学入学当初より、保健医療専門職として相応しい、身だしなみや

あいさつ、会話などを身につけておく必要がある。

・清潔な服装・身だしなみ

・挨拶・自己紹介

・節度のある話し方

・時間や規則を守る

・報告、連絡、相談を適宜行う

・個人情報の保護と守秘義務の遵守

これら 6 項目が挙げられる 

（2）臨地実務実習を開始する際に備えておくべき知識

・理学療法対象者の疾患や症状・障害の知識

・合併症・リスク・投薬などの医学的知識

・理学療法の評価手段や技能の知識

・理学療法に用いる介入、治療、指導方法の知識

・公的介護保険などの社会保障制度の知識

・評価を解釈する段階として、個々の評価結果を分析し結果を組み合わせて障害を推論できること

・評価の結果より今後の障害予測を推論できること

・理学療法対象者の評価結果より治療目標や計画の立案ができること

などが挙げられる。

（3）臨地実務実習を開始する際に備えておくべき技能

臨地実務実習における技能の到達目標は、見学⇒模倣⇒実施の課程に沿って進む。

・見学内容を正確に把握すること

・見学内容を正確に模倣できること

・模倣を正しく繰り返し、正確に実施できること
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１０．臨地実務実習における臨地実務実習対象者やその保護者等との臨地実務実習への協力に関する同

意について

臨地実務実習においては、理学療法士の資格を有しない学生が臨地実務実習指導者の下で理学療法を

見学・実施するため個人情報の目的外利用等が発生することがあり、原則として本人の同意を得る必要

がある。

同意の方法としては、見学や体験の場合は、包括同意が必要である。

包括同意の内容として、臨地実務実習の意義・目的、臨地実務実習の内容（学年、見学実習、臨地実

務実習など）、学生が臨地実務実習で実施する内容（見学、体験、問診など）、拒否する権利、事故への

補償等である。

総合臨地実務実習においては、臨地実務実習指導者の下、学生が直接、理学療法対象者へ理学療法を

実施する場面も想定されるため、個別に同意を取る必要が生じる。

また、臨地実務実習における学生の対象症例は、常に臨地実務実習への協力に関する同意を取り消す

ことができる。

１１．事故補償

臨地実務実習では、実習対象となる症例や学生に対して身体的障害や心理的障害を発生する恐れがあ

る他、施設備品等の損壊等の事故が発生することも想定されるため、事故補償の対策を講じておく必要

がある。

１２．臨地実務実習に関する契約と届出

臨地実務実習は、大学と病院・施設との契約を締結する形で実施される。

【契約内容】

学生氏名・実習内容・実習期間・実習受入れ部署・実習費・遵守事項・感染予防対策・守秘義務・

補償関連

１３．抗体検査・予防接種について

「医療関係者のためのワクチンガイドライン」によると予防が必要な対象者として、医療職の他、学

生も含まれている。理学療法の臨地実務実習においては、学生が入学してから抗体検査を実施し、抗体

値を把握しておく。臨地実務実習施設によっては、独自の抗体値や感染予防対策を設けている場合があ

るので、臨地実務実習前に協議する必要がある。ワクチンガイドラインに沿って推奨されているワクチ

ンは、B 型肝炎ワクチン、麻しん、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ワクチン、インフルエンザワクチンで

ある。
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１４．個人情報保護に関して

臨地実務実習を開始するにあたり、臨地実務実習開始前に個人情報の取扱いに関して学内で学生指導

を徹底し、個人情報保護に関して十分に理解した前提でなければならない。学生に対しては、患者が最

優先として取り扱われることが大原則であることを周知徹底する。

また、診療情報についても適切に取り扱い、実習施設の規定を理解した上で臨地実務実習生として行

動を執る指導を行う。個人情報保護に関しては、大学や臨地実務実習施設において誓約書を作成し記載

することを前提とする。

誓約書の内容としては、

・臨地実務実習指導者の指導に従うこと

・臨地実務実習施設の規則等を遵守すること

・個人情報の保護に努め、守秘義務を遵守すること

・安全、感染症対策に十分注意すること

・電子カルテ等の記録方法や閲覧方法とその注意事項について遵守すること

・臨地実務実習で知り得た情報は、家族、友人を含む第三者に対して電話、FAX、メール、ソーシ

ャルネットワークシステム、web 等を利用した情報漏えいを絶対に行わないこと

１５．学生による診療記録記載について

診療録の記載は、理学療法士にとって必須の能力であり、臨地実務実習において学生が診療録に記載

すべき内容を適切に文章化することは、臨床実践能力として重要な事項である。

しかし、診療録は公文書として扱われるため、学生による直接記載は、様々な問題を生じかねない。

このため、学生が診療録記載を実施する場合は、大学及び臨地実務実習施設において診療録記載の手

順を定め、実施する必要があり、適切な責任管理体制が取れない場合は、学生による診療録記載は実施

しない。

学生による診療録記載の手順の一例として

・学生は、臨地実務実習にて実施した内容を元に診療録記載内容を下書きし、臨地実務実習指導者

へ内容を確認する

・臨地実務実習指導者は、学生が記載した下書きを確認し、記載内容、文章表現、用語が適切に使

用されているか確認する

・臨地実務実習指導者は、学生が作成した診療録記載内容の下書きを適宜、加筆、修正を行う

・（学生が診療録記載を行う場合）学生は、臨地実務実習指導者の加筆、修正に従い診療録へ記載す

る

・臨地実務実習指導者は、学生が記載した診療録内容を最終確認し、署名する

【電子カルテについて】

臨地実務実習施設において電子カルテが導入されている場合には、学生が閲覧できる範囲について

臨地実務実習を行う上で必要である対象者のみに限定する。

電子カルテを臨地実務実習で使用する場合は、下記の使用方法を遵守すること。特に、個人情報保
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護の観点から、臨地実務実習以外の目的で、利用した場合、個人情報保護法に違反するため法的に厳

しい処分がある。

（注意事項）

・利用者の認識アカウントやパスワードは、自己の責任にて管理し、メモ等にて記録に残したり、

他人に教えたりしてはいけない

・電子カルテに「ログイン」後、「ログオフ」するまで、電子カルテから離れてはいけない「ログイ

ン」は、署名・捺印と同等の行為なので、利用が終了したら直ちに「ログオフ」すること

・電子カルテに「ログイン」した人物が不明の場合は、電子カルテを絶対に使用しないこと

・学生は、臨地実務実習指導者の指導の下で対象者の診療情報のみを閲覧することが可能である

・電子カルテのトラブル（フリーズ等）の場合は、必ず臨地実務実習指導者へ報告して指示に従っ

て対応すること

１６．臨地実務実習中の学生保護について

臨地実務実習において、学生を保護する観点からハラスメント（嫌がらせ）について記載する。ハラ

スメントは、臨地実務実習施設の規模や職種を問わず発生する可能性がある。臨地実務実習は、臨地実

務実習指導者と学生との関係性に権威勾配が存在することが多く、学生は評価される側として相対的に

弱い立場にあり、臨地実務実習指導者はハラスメントを意図していなくても行いやすい立場にある。ハ

ラスメントは、個人個人の感情やとらえ方に大きな違いがあるため、一定の線引きが困難ではあるが、

その中でもある程度のモラルが求められる。また、ハラスメントは、被害者の精神的苦痛や負担に加え、

臨地実務実習施設、大学、理学療法士の印象や信用を失墜させる大きな問題でもあることを十分認識す

る必要がある。

（1）セクシャルハラスメント

セクシャルハラスメント（性的いやがらせ）は、意に反する「性的な言動」（性的な内容の発言、

性的な行動）に対する対応により不利益を受ける、あるいは「性的な言動」により環境が害され

ることである。性的な言動とは、食事やデートへの執拗な勧誘、個人的な性的体験談を話すこと

や事実関係を尋ねること、冗談やからかい、必要なく身体へ接触することや関係を強要すること

などが該当する。

（2）パワーハラスメント

パワーハラスメントは、職務上の地位や人間関係などの優位性を背景に、業務の適正な範囲を

超えて、精神的、身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為である。

教育においては、教育者と学生という一定の権威勾配が存在し、大学内においては、ハラスメ

ント委員会が存在するため、学生が救済を申し出る機会があるが、臨地実務実習施設では、学生

が直接申し出ることができる機関も存在しない可能性があるため、パワーハラスメントが発生し

やすい構造である。
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【職場におけるパワーハラスメントの例】

・身体的な攻撃（暴行・傷害）

・精神的な攻撃（脅迫、名誉棄損、侮辱、暴言など）

・人間関係からの切り離し（隔離、仲間外れ、無視など）

・過大な要求（仕事の妨害、業務上明らかに不要なことや不可能なことを強制するなど）

・過小な要求（業務上の合理性がなく、能力とかけ離れた程度の低い業務を命じる、仕事を与え

ない）

・個の侵害（私的なことに過度に立ち入ることなど）

【臨地実務実習におけるパワーハラスメントの例】

・時間外指導の常態化や過度の課題要求

・能力に対する侮辱

（3）ハラスメントに対する講ずべき対応

・共通認識の明確化

臨地実務実習におけるどのような場面がハラスメントに該当するのか、大学、臨地実務実習施

設ともに共通認識を持つ

・本学連絡先の明記

臨地実務実習において、ハラスメントの疑いや報告がある場合、臨地実務実習指導者以外の職

員や管理者、学生から大学へ連絡が可能となるように、連絡先を臨地実務実習関連書類へ明記す

る

・事実確認

臨地実務実習施設において、ハラスメントの疑いがある場合、臨地実務実習施設職員と大学教

職員で事実確認を行う

・施設への報告

実際に臨地実務実習指導者がハラスメントを行っていた場合、事業主あるいは管理者へハラス

メントの事実を報告する。ハラスメントの行為者は、当該施設で措置を行う。

・被害者支援

臨地実務実習において、実際にハラスメントが発生した場合、ハラスメントの内容によっては

臨地実務実習の継続が困難となるため、支援措置として、当該学生を別の臨地実務実習施設で臨

地実務実習が行えるように手配する。また個人情報についても配慮を行う。

・再発防止の対策

臨地実務実習施設において、ハラスメントが明らかとなった場合、再発防止の対策を実施する。 
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■リハビリテーション学部 理学療法学科 到達目標シート 

本学の学生には、各ステップごとに（公社）日本理学療法士協会の示したものを基に、本学独自の観

点を加えた目標を設定している。 

Step.6 は、卒業後に、職場にて自らに課すべき課題・指針を掲げている。在学時の Step.1 ～5 の学

生という立場とは異なり、自らが理学療法士としての免許を得た高度職業人であることを意識する。 

Step．1 
【見学実習】 

臨地実務実習指導者の

もと、医療人としての

基本的心構えを実践

し、施設のスタッフと

のコミュニケーション

を通じて、チーム医療

の中での理学療法業務

の内容（理学療法士の

役割・責任）とその流

れを把握できることに

加え、対象者の病態や

障害を観察しコミュニ

ケーションが図れるこ

とを目標とする。

【到達目標】 【知識】 

・一般的な理学療法対象者の概要を理解することができる

・実習施設における各職種の業務や責務を理解することができる

【技能】 

・簡単な理学療法の補助業務を経験することができる

・臨床見学自習ノートを作成し提出することができる

【態度】 

・理学療法の見学を踏まえて理学療法への関心を深め、学修意欲を高め

ることができる

・理学療法士の業務や守秘義務等の責務について理解することができる 

【学内に戻って

からの到達目標】 

・見学実習の経験を自ら振返り、成果を客観視することができる

・見学実習は、見学実習施設の概要について、発表資料を作成し、学生

同士相互に実習内容を報告し、発表会担当教員の下で、相互討論しな

がら理学療法や各施設における理学療法士の役割や業務について、振

返り学修し、理解を深め基本的な態度を通して実践的なスキルを修得

すること

【具体的方策】 実習施設の概要（急性期病院あるいは回復期病棟等、理学療法対象疾

患、理学療法スタッフと理学療法対象者との関わり方、リハビリテーシ

ョンチームの活動など）について、自ら発表資料を作成し、他施設の臨

床実習を体験した学生と相互に実習内容を報告し合うことで、学生同士

の相互理解を深め、さらに、発表会担当教員による助言により、理学療

法あるいは理学療法士、臨床施設における役割や業務を振返り学修する

ことにより自他が経験した臨床実習の情報を共有し、基本的な態度を通

して実践的なスキルを修得することができる 

【評価項目】 【知識】 

・基本的理学療法の体験を通じて、自己の理学療法観を育成することが

できる

・理学療法士になることへの動機づけを高めることができる

・臨床実習施設におけるルールの理解や理学療法業務を理解することが

できる 

【技能】 

・提出物は期限を守って提出することができる

・指導助言により、理学療法対象者に対して共感的態度を持ってより良
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い人間関係を形成することができる 

・臨床実習指導者と十分なコミュニケーションを保って良好な関係を維

持することができる 

【態度】 

・適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者に接

することができる

・医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる

・守秘義務を果たし、理学療法対象者や家族に対してプライバシーへの

配慮をすることができる

Step．2 
【検査・測定実習】 

臨地実務実習施設にお

いて治療プログラムを

作成するために必要な

検査項目を挙げ、診療

参加型かつクリニカ

ル・クラークシップ形

式で実際に行う。臨地

実務実習指導者の指導

により学内で学んだ検

査・測定結果を障害に

応じ解釈を行うための

臨床知識を修得し、障

害程度の把握ができる

ようになることを目的

とする。

【到達目標】 【知識】 

・理学療法対象者へ適切な検査・測定項目を挙げることができる

・検査・測定結果を理解することができる

【技能】 

・理学療法対象者へ適切な検査・測定項目の目的手順を説明ができる

・臨地実務実習指導者の指示に従って、検査・測定を実践することがで

きる

・検査・測定結果を正確に記録し報告することができる

・理学療法対象者への配慮ならびにリスク管理を行うことができる

【態度】 

・理学療法士を志す観点で行動し、適宜、臨地実務実習指導者へ報告・

連絡・相談を行うことができる

・提示された禁忌・注意事項や個人情報等の守秘義務を厳守できる

・臨地実務実習指導者のもとで、理学療法対象者、関連スタッフと良好

な関係を築くことができる

【学内に戻って

からの到達目標】 

・検査・測定実習の経験を自ら振り返り、検査・測定実習の成果を客観

視することができる

・検査・測定実習は、実習施設の概要と体験した理学療法対象者につい

て、発表資料を作成し、学生同士相互に実習内容を報告し、発表会担

当教員の下で、相互討論しながら理学療法の検査・測定方法や各施設

における理学療法士の役割や業務について、振り返り学修し理解を深

め基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程の 3 側面を通して実践的

なスキルを修得すること

【具体的方策】 実習施設の概要（急性期病院あるいは回復期病棟等、理学療法対象疾

患、理学療法スタッフと理学療法対象者との関わり方、リハビリテーシ

ョンチームの活動など）に加えて、体験した理学療法対象者について、

自ら発表資料を作成し、他施設の臨地実務実習を体験した学生と相互に

実習内容を報告し合うことで、学生同士の理学療法検査・測定に関して

相互理解を深め、さらに、発表会担当教員による質疑や助言により、理

学療法の検査・測定方法あるいは理学療法士、臨床施設における役割や

業務を振り返り学修することにより自他が経験した検査・測定実習の情
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報を共有化し基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程の 3 側面を通し

て実践的なスキルを修得することができる 

【評価項目】 【知識】 

・診療録、画像、各種検査結果等から医学情報を収集することができる

・家族、他職種、診療録等から社会的情報を収集することができる

・理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる

・理学療法対象者へ適切な検査・測定項目を挙げることができる

・検査・測定結果を理解することができる

【技能】 

・理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診す

ることができる 

・理学療法対象者へ検査・測定の目的、方法、リスクを説明できる

・関節可動域検査を行うことができる

・徒手筋力検査等の筋力検査を行うことができる

・表在感覚や深部感覚、複合感覚などの感覚検査を行うことがきる

・メジャーを用いて、四肢長や周径のどの形態測定を行うことができる

・打鍵器を用いて深部腱反射、病的反射検査を行うことができる

・高次脳機能検査（改訂長谷川式簡易知能評価スケール）ができる

・姿勢観察を行うことができる

・基本的動作および移動動作能力評価（自立度、運動学的分析、10m 歩

行テスト、Time Up & Go Test）を行うことができる

・バランス検査（Berg Balance Scale、Functional Reach Test 等）を

行うことができる

・日常生活活動評価（Barthel Index、Functional Independence Measure

等）を行うことができる 

・疼痛検査（Visual Analogue Scale 等）を行うことができる

・整形外科学的テスト（スパーリングテスト、ファーレンテスト、トー

マステスト、内・外反ストレステスト、前後方引き出しテスト）を行

うことができる 

・脳卒中運動機能検査（Brunnstrom Stage、 Stroke Impairment

Assessment Set 等）を行うことができる

・協調運動機能検査（指鼻指試験、踵膝試験、ロンベルグ試験等）を行

うことができる

・提出物は、期限を守って提出することができる

・臨地実務実習指導者の指導助言により、理学療法対象者に対して共感

的態度を持ってより良い人間関係を形成することができる

・臨地実務実習指導者とコミュニケーションを図って良好な関係作りが

できる 

【態度】 

・適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者に接
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することができる 

・医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる

・守秘義務を果たし、理学療法対象者や家族に対してプライバシーへの

配慮をすることができる

・指導助言により、理学療法対象者に対して共感的態度を持ってより良

い人間関係を形成することができる

・臨地実務実習指導者と十分なコミュニケーションを保って良好な関係

を維持することができる 

Step．3 
【評価実習】 

臨地実務実習施設にお

いて診療参加型かつク

リニカル・クラークシ

ップ形式により理学療

法の基本的プログラム

作成過程を修得する。

臨地実務実習指導者の

指導の下で各種の理学

療法を幅広く体験し、

理学療法士に求められ

る知識、技術を修得す

る。また、専門職として

理学療法士に求められ

る技術を修得する。こ

の科目は、症例に即し

た評価方法の選択・実

施、評価結果より問題

点を抽出し、症例の障

害像を把握する過程を

学ぶことを目的とす

る。

【到達目標】 【知識】 

・評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役割を理解できる

・理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げることができる

【技能】 

・理学療法対象者への配慮とリスク管理を行うことができる

・理学療法対象者に対し適切な理学療法評価を実施することができる

・実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出できる

・実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を設定できる

・実習指導者の指導の下で理学療法対象者に適応した理学療法プログラ

ムを作成することができる

・情報収集や理学療法評価に必要な記録と報告を行うことができる

【態度】 

・情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成できる

・理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を遵守できる

【学内に戻って

からの到達目標】 

・評価実習の経験を自ら振り返り、評価実習の成果を客観視できる

・評価実習は、実習施設の概要と体験した理学療法対象者について、発

表資料を作成し、学生同士相互に実習内容を報告し、発表会担当教員

の下で、相互討論しながら理学療法評価方法や各施設における理学療

法士の役割や業務について、振り返り学修し理解を深め基本的な態

度、臨床技能、臨床思考過程の 3 側面を通して実践的なスキルを修

得することができる

【具体的方策】 ・実習施設の概要（急性期病院あるいは回復期病棟等、理学療法対象疾

患、理学療法スタッフと理学療法対象者との関わり方、リハビリテーシ

ョンチームの活動など）に加えて、体験した理学療法対象者について、

自ら発表資料を作成し、他施設の臨地実務実習を体験した学生と相互に

実習内容を報告し合うことで、学生同士の理学療法評価に関して相互理

解を深め、さらに、発表会担当教員による質疑や助言により、理学療法

評価法あるいは理学療法士、臨地実務実習施設における役割や業務を振

り返り学修することにより自他が経験した理学療法評価実習の情報を

共有し、基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程の 3 側面を通して実

践的なスキルを修得することができる 

【評価項目】 【知識】 
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・診療録、画像、各種検査結果から医学・社会的情報を収集できる

・理学療法対象者の疾病の症候を説明できる

・理学療法対象者へ適切な評価項目を挙げることができる

・理学療法評価結果を理解することができる

【技能】 

・理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診す

ることができる 

・理学療法対象者へ理学療法評価の目的、方法、リスクを説明できる

・スタンダードプリコーションを理解し、実施することができる

・意識障害の評価（観察、Japan Come Scale、Glasgow Come Scale 等）

を行うことができる

・理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察を行うことができ

る

・聴診法により血圧測定を行うことができる

・脈診により脈拍数を測定することができる

・呼吸数を計測し、呼吸の異常の有無を確認することができる

・心電図、パルスオキシメーターなどの各種モニターから理学療法対象

者の異常の有無を確認することができる

・身体活動量（歩数計など）を評価することができる

・運動耐容能（6分間歩行テストなど）を評価することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法評価の結果を解釈しまとめる

ことができる 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の生活機能を国際障害

分類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握することができ

る 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、優

先順位を設定し理解することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期目標、長期目標

を設定し理解することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指導

計画ついて理解することができる

・主観的所見、客観的所見、評価、計画（SOAP 方式）で記録できる

・理学療法対象者の経過を報告することができる

【態度】 

・適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者と接

することができる

・医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる

・自ら十分な意欲を持って臨地実務実習へ参加することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理学

5



療法評価に必要なコミュニケーションを形成することができる 

・積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる

・理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を遵守できる

・臨地実務実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等へ

積極的に参加することができる

Step．４－１ 
 【総合実習】 

臨地実務実習指導者の

指導のもとで診療参加

型かつクリニカル・ク

ラークシップ形式によ

り、学内で学んだ理学

療法評価、治療を臨床

現場で実践する。理学

療法評価から治療目標

を設定し、治療プログ

ラムを作成する。加え

て基本的な治療手段を

実施する。また専門職

として理学療法士に求

められる知識及び技術

を修得し、理学療法士

としての基礎を築くこ

とを目的とする。

【到達目標】 【知識】 

・臨地実務実習施設における理学療法及び理学療法士の役割を理解でき

る 

・臨地実務実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解

できる

・総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セミナー

において発表し討論することができる

【技能】 

・理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に

記録・報告することができる 

・臨地実務実習指導者の指導の下で理学療法対象者の理学療法評価計

画・立案を作成することができる

・臨地実務実習指導者の指導の下で理学療法対象者の理学療法目標を設

定することができる 

・臨地実務実習指導者の指導の下で理学療法対象者の理学療法評価の結

果を解釈し、国際生活機能分類（ICF）を用いて、対象者の全体像を把

握し、解決すべき課題を抽出することができる 

・理学療法対象者に対して基本情報を基に疾患や障害の特徴、リスク管

理を行うことができる

【態度】 

・チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解できる

・理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個人情報等の守秘義

務を遵守することができる 

【学内に戻って

からの到達目標】 

・総合実習の経験を自ら振り返り、総合実習の成果を客観視できる

・総合実習は、実習施設の概要と体験した理学療法対象者について、発

表資料を作成し、学生同士相互に実習内容を報告し、発表会担当教員

の下で、相互討論しながら理学療法の評価・治療方法や各施設におけ

る理学療法士の役割や業務について、振り返り学修し理解を深め基本

的な態度、臨床技能、臨床思考過程の 3 側面を通して実践的なスキ

ルを修得することができる

【具体的方策】 実習施設の概要（急性期病院あるいは回復期病棟等、理学療法対象疾患、

理学療法スタッフと理学療法対象者との関わり方、リハビリテーション

チームの活動など）に加えて、体験した理学療法対象者について、自ら

発表資料を作成し、他施設の臨地実務実習を体験した学生と相互に実習
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内容を報告し合うことで、学生同士の理学療法評価・治療に関して相互

理解を深め、さらに、発表会担当教員による質疑や助言により、理学療

法の評価方法や治療あるいは理学療法士、臨地実務実習施設における役

割や業務を振り返り学修することにより自他が経験した総合実習の情

報を共有し、基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程の 3 側面を通し

て実践的なスキルを修得することができる 

【評価項目】 【知識】 

・診療録、画像、各種検査結果等から医学・社会的情報を収集できる

・理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる

・理学療法対象者へ適切な評価項目と問題点を挙げることができる

・理学療法評価結果と問題点を踏まえた理学療法治療計画を理解できる 

・医の倫理や生命倫理観について理解することができる

【技能】 

・理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診す

ることができる 

・理学療法対象者へ理学療法評価・治療の目的、方法、リスクを説明す

ることができる

・理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察ができる

・バイタルサイン測定を行い理学療法対象者の異常の有無を確認できる 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の生活機能を国際障害

分類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握することができ

る 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、優

先順位を設定し理解することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期目標、長期目標

を設定し理解することができる

・基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる

・関節可動域運動を行うことができる

・筋力増強運動を行うことができる

・全身持久力トレーニングを行うことができる

・運動学習を行うことができる

・バランス練習を行うことができる

・起き上がり、立ち上がり動作練習を行うことができる

・歩行動作練習を行うことができる

・階段昇降練習を行うことができる

・日常生活活動練習を行うことができる

・手段的日常生活活動練習を行うことができる

・物理療法（マイクロウェーブ、レーザー光線、超音波治療、ホットパ

ック、パラフィン浴、アイシング、牽引療法等）の適応と禁忌を理解
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した上で実施することができる 

・筋電図バイオフィードバック療法に関して適応と禁忌を理解した上で

実施することができる 

・義肢・装具を理解した上で、義肢・装具の使用を理学療法対象者へ指

導することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指導

計画ついて理解することができる

・臨地実務実習の内容を主観的所見、客観的所見、評価、計画（SOAP 方

式）で記録することができる

・理学療法対象者の経過を報告することができる

【態度】 

・適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者に接

することができる

・医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる

・自ら高い意欲を持って臨地実務実習へ参加することができる

・臨地実務実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理学

療法評価治療に必要なコミュニケーションを形成することができる

・積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる

・理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を遵守できる

・臨地実務実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等へ

積極的に参加することができる

・インシデントやアクシデントが発生した場合、適切に対応（報告する

等）することができる

Step．４－２ 
 【地域実習】 

地域で理学療法を行う

うえで理学療法士に必

要とされる役割や考え

方、実践方法について

学ぶ。在宅や施設にお

ける評価方法、支援方

法について医療施設等

で行われている理学療

法との相違を理解する

ことを目的とする。 

【到達目標】 【知識】 

・地域理学療法に関連する理学療法士の役割と責務について理解できる 

・地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解できる 

・健康維持・増進および介護予防事業について理解することができる

・生活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容につい

て理解することができる 

・地域理学療法における多職種連携の必要性を理解することができる

【技能】 

・生活期における在宅や施設において実施される理学療法を体験し模倣

することができる 

【態度】 

・地域理学療法に関連する理学療法対象者や家族の個人情報を保護する

ことができる 

・地域理学療法における多職種連携の必要性を理解し行動できる

【学内に戻って

からの到達目標】 

・地域実習の経験を自ら振り返り、地域実習の成果を客観視できる

・地域実習は、実習施設の概要と体験した理学療法対象者について、発

表資料を作成し、学生同士相互に実習内容を報告し、発表会担当教員
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の下で、相互討論しながら地域理学療法や地域における理学療法士の

役割や業務について、振り返り学修し理解を深め基本的な態度、臨床

技能、臨床思考過程の 3 側面を通して実践的なスキルを修得するこ

とができる 

【具体的方策】 実習施設の概要（回復期病棟等、理学療法対象疾患、理学療法スタッ

フと理学療法対象者との関わり方、リハビリテーションチームの活動な

ど）に加えて、体験した理学療法対象者について、自ら発表資料を作成

し、他施設の臨地実務実習を体験した学生と相互に実習内容を報告し合

うことで、学生同士の地域理学療法に関して相互理解を深め、さらに、

発表会担当教員による質疑や助言により、地域理学療法あるいは理学療

法士、実習施設における役割や業務を振り返り学修することにより自他

が経験した地域理学療法実習の情報を共有し、基本的な態度、臨床技能、

臨床思考過程の 3 側面を通して実践的なスキルを修得することができ

る 

【評価項目】 【知識】 

・地域理学療法に関連する理学療法士の役割と責務について理解できる 

・地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解できる 

・健康維持・増進および介護予防事業について理解することができる

・生活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容につい

て理解することができる 

・地域理学療法における多職種連携の必要性を理解することができる

【技能】 

・理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診す

ることができる 

・理学療法対象者へ理学療法評価・治療の目的、方法、リスクを説明す

ることができる

・理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察できる

・バイタルサイン測定を行い理学療法対象者の異常の有無を確認できる 

・臨地実務実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる 

・基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる

・関節可動域運動を行うことができる

・筋力増強運動を行うことができる

・全身持久力トレーニングを行うことができる

・運動学習を行うことができる

・バランス練習を行うことができる

・起き上がり、立ち上がり動作練習を行うことができる

・歩行動作練習を行うことができる

・階段昇降練習を行うことができる

・日常生活活動練習を行うことができる

・手段的日常生活活動練習を行うことができる
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・理学療法対象者の経過を報告することができる

【態度】 

・適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者に接

することができる

・地域理学療法に携わる職種としての心得や職場におけるルールを遵守

することができる 

・臨地実務実習指導者の指導下で共感的態度をもって、地域理学療法に

必要なコミュニケーションを形成することができる

・積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる

・理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を遵守できる

・地域理学療法実施施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会

等へ積極的に参加することができる

Step.５ 
 【本学卒業時点】 

臨地実務実習の教育目

標に加えて、理学療法

の理論と実践を兼ね備

えた学修を行うために

「臨地実務実習の経験

を自ら振り返り、臨地

実務実習の成果に気づ

き客観視することがで

きる」ことを追加し、未

修得や誤認していた事

項について自ら気づく

ことで、基本的な態度、

臨床技能、臨床的思考

過程の 3 側面を通じて

より実践的なスキルを

修得することを本学内

の大学としての到達目

標とする。 

臨地実務実習の教育目標に加えて、理学療法の理論と実践を兼ね備えた学修を行うために

「臨地実務実習の経験を自ら振り返り、臨地実務実習の成果に気づき客観視することができ

る」ことを追加し、未修得や誤認していた事項について自ら気づくことで、基本的な態度、

臨床技能、臨床的思考過程の 3側面を通じてより実践的なスキルを修得することを本学内の

大学としての到達目標とする。 

【到達目標】 「ある程度の助言のもとにリスクを伴わない病態が安定した対象者に

対して」以下の事項を卒業時の到達目標とする 

・理学療法及び理学療法士の役割を理解し行動することができる

・理学療法対象者に対して適切な配慮と個人情報等の守秘義務を遵守

し、疾患や障害の特徴、リスク管理を行うことができる

・臨地実務実習指導者の指導の下で理学療法評価計画・立案・目標設定

を作成することができる

・臨地実務実習指導者の指導の下で理学療法対象者の全体像を把握し、

解決すべき課題を抽出することができる

・理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に

記録・報告することができる 

・臨地実務実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解

することができる

・チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解することが

できる 

・臨地実務実習の経験を自ら振り返り、臨地実務実習の成果に気づき客

観視することができる

【一般目標】 「ある程度の助言のもとにリスクを伴わない病態が安定した対象者に

対して」以下の事項を卒業時の一般目標とする 

・一般的な理学療法対象者において、理学療法の基本（動作介助、記録

と報告、リスク管理等）について基本的な知識と技能を修得するとと

もに未修得や誤認していた事項について自ら気づき学ぶことができ

る
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・理学療法評価（情報収集・分析、問診、一般検査測定技術、検査測定

に基づく分析・統合・解釈、問題点の抽出等）について基本的な知識

と技能を修得するとともに未修得や誤認していた事項について自ら

学び気づくことができる

・理学療法対象者の身体状況に応じた理学療法の目標設定・治療計画の

立案について基本的な知識と技能を修得するとともに未修得や誤認

していた事項について自ら気づき学ぶことができる

・理学療法治療・指導（一般的治療技術、運動療法、物理療法、装具療

法等）について基本的な知識と技能を修得するとともに未修得や誤認

していた事項について自ら気づき学ぶことができる

・適切な身だしなみと言葉づかいに加え、節度のある態度で患者やスタ

ッフに接する

・指導・助言により共感的態度を形成し、良いコミュニケーションを形

成できる

・理学療法対象者や家族にとって相談しやすい雰囲気を作ることがで

きる

・保健医療専門職としての心得や施設におけるルールを遵守する

・各部門における診療等のルールや診療プロセス（処方の確認、計画書、

効果判定、診療記録、診療報酬算定等）提出物は期限を厳守し提出す

る 

・理学療法対象者に対する安全に配慮し、インシデントやアクシデント

が生じた場合、速やかに適切に対応することができる。個人情報保護

に配慮し、守秘義務を遵守する

・自己管理能力や生涯学習する態度を培うことができる

・自己の理学療法観を育むことができる

・カンファレンスや勉強会、学会活動などスタッフが関わる行事に参加

し、新たな知見を得ることができる

・医療倫理や生命倫理について理解することができる

Step．６ 
【職場への新入職時】 

理学療法士免許取得時

のコンピテンシーとし

て、理学療法の理論と

実践を兼ね備えた「助

言・指導のもとに基本

的理学療法を安全に遂

行することができる」

とし、未修得や誤認し

ていた事項について自

ら気づき学修すること

を職場へ新入職する際

の到達目標とした。 

【到達目標】 「助言・指導のもとにリスクを伴わない病態が安定した対象者に対して

基本的理学療法を安全に遂行することができる」を理学療法士免許取得

時の到達目標とする 

・学士課程を卒業した保健医療専門職として、生涯にわたり専門的知識・

技術の向上と豊かな人間性を育み、チーム医療職の一員として、科学

的根拠に基づいた治療を対象者に提供できる 

・あらゆる年齢、健康・障害レベル、生活の場を持つ人びとの健康で自

立した幸福な生活の実現に貢献する

・対象者の尊厳を基軸とした理学療法の提供・発展に関わる素地を養う

・対象者およびその家族など理学療法の受け手の基本的人権を守り、安

全で責任のある理学療法を提供する素地を養う

・社会構造や生活様式を理解し対象者のニーズにあった理学療法を提供
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し、生活の質の向上を図るとともに予防的な指導の使命を担うことを

理解する 

・対象者に必要な情報を客観的・批判的に統合整理し、根拠ある理学療

法の実践に結び付けて考える思考過程能力を養う

・日常に起こる可能性のある医療事故（インシデントを含む)やリスク

を認識し、対象者にとって安全な理学療法を保証できる能力を養う

・理学療法専門職として理学療法の質の向上のために絶えず省察し、他

の連携協働するすべての人々と共に研鑽しながら、生涯にわたって学

び続けることの意味を理解する

・人間性豊かな自己形成を軸に心理・社会的背景を踏まえながら、人々

と相互に信頼された関係を築き、個々が意思決定する

・お互いの考えを認知・共感・理解し、有効な関係を築くコミュニケー

ション能力を養う
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：⾒学実習

学籍番号 学⽣⽒名

実習施設名 実習指導者⽒名

中間評価記⼊⽇ 年 ⽉ ⽇
最終評価記⼊⽇ 年 ⽉ ⽇

【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。
S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる
A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる
B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる
C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる
D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない

到達⽬標
中間
評価

最終
評価

確認欄

⼀般的な理学療法対象者の概要を理解することができる

実習施設における各職種の業務や責務を理解することができ
る。

簡単な理学療法の補助業務を経験することができる

臨床⾒学⾃習ノートを作成し提出することができる

理学療法の⾒学を踏まえて理学療法への関⼼を深め、学修意欲
を⾼めることができる

理学療法⼠の業務や守秘義務等の責務について理解することが
できる

評価項⽬
中間
評価

最終
評価

確認欄

基本的理学療法の体験を通じて、⾃⼰の理学療法観を育成する
ことができる

理学療法⼠になることへの動機づけを⾼めることができる

臨床実習施設におけるルールの理解や理学療法業務を理解する
ことができる

1

【資料21】



 

 
【感想】 

 

 
  

提出物は期限を守って提出することができる 
   

指導助⾔により、理学療法対象者に対して共感的態度を持って
より良い⼈間関係を形成することができる 

   

臨床実習指導者とコミュニケーションを図り良好な関係作りが
できる 

   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

守秘義務を果たし、理学療法対象者や家族に対してプライバシ
ーへの配慮することができる 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：検査・測定実習 

 
学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

理学療法対象者へ適切な検査・測定項⽬を挙げることができる 
   

検査・測定結果を理解することができる 
   

理学療法対象者へ適切な検査・測定項⽬の⽬的⼿順を説明がで
きる 

   

臨床実習指導者の指⽰に従って、検査・測定を実践することが
できる 

   

検査・測定結果を正確に記録し報告することができる 
   

理学療法対象者への配慮ならびにリスク管理を⾏うことができ
る 

   

理学療法⼠を志す観点で⾏動し、適宜、臨床実習指導者へ報告・
連絡・相談を⾏うことができる 

   

提⽰された禁忌・注意事項や個⼈情報等の守秘義務を厳守でき
る 

   

臨床実習指導者のもとで、理学療法対象者、関連スタッフと良
好な関係を築くことができる 

   

評価項⽬ 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 
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診療録、画像、各種検査結果等から医学情報を収集することが
できる 

   

家族、他職種、診療録等から社会的情報を収集することができ
る 

   

理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる 
   

理学療法対象者へ適切な検査・測定項⽬を挙げることができる 
   

検査・測定結果を理解することができる 
   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ検査・測定の⽬的、⽅法、リスクを説明でき
る 

   

関節可動域検査を⾏うことができる 
   

徒⼿筋⼒検査等の筋⼒検査を⾏うことができる 
   

表在感覚や深部感覚、複合感覚などの感覚検査を⾏うことがき
る 

   

メジャーを⽤いて、四肢⻑や周径のどの形態測定を⾏うことが
できる 

   

打鍵器を⽤いて深部腱反射、病的反射検査を⾏うことができる 
   

⾼次脳機能検査（改訂⻑⾕川式簡易知能評価スケール）ができ
る 

   

姿勢観察を⾏うことができる 
   

基本的動作および移動動作能⼒評価（⾃⽴度、運動学的分析、
10m 歩⾏テスト、Time Up & Go Test）を⾏うことができる 

   

バランス検査（Berg Balance Scale、Functional Reach Test 等）
を⾏うことができる 

   

⽇常⽣活活動評価（Barthel Index、Functional Independence 
Measure 等）を⾏うことができる 

   

疼痛検査（Visual Analogue Scale 等）を⾏うことができる 
   

整形外科学的テスト（スパーリングテスト、ファーレンテスト、
トーマステスト、内・外反ストレステスト、前後⽅引き出しテ
スト）を⾏うことができる 
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【感想】 

 

  

脳卒中運動機能検査（Brunnstrom Stage、Stroke Impairment 
Assessment Set 等）を⾏うことができる 

   

協調運動機能検査（指⿐指試験、踵膝試験、ロンベルグ試験等）
を⾏うことができる 

   

提出物は期限を守って提出することができる 
   

臨床実習指導者の指導助⾔により、理学療法対象者に対して共
感的態度を持ってより良い⼈間関係を形成することができる 

   

臨床実習指導者とコミュニケーションを図って良好な関係を
作りができる 

   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

守秘義務を果たし、理学療法対象者や家族に対してプライバシ
ーへの配慮することができる 

   

指導助⾔により、理学療法対象者に対して共感的態度を持って
より良い⼈間関係を形成することができる 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：評価実習 

 
学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

評価実習を通じて理学療法及び理学療法⼠の役割を理解できる 
   

理学療法対象者に対し適切な評価項⽬を挙げることができる 
   

理学療法対象者への配慮とリスク管理を⾏うことができる 
   

理学療法対象者に対し適切な理学療法評価を実施することがで
きる 

   

実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出できる 
   

実施した理学療法評価より適切な理学療法⽬標を設定できる 
   

実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法
プログラムを作成することができる 

   

情報収集や理学療法評価に必要な記録と報告を⾏うことができ
る 

   

情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成で
きる 

   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
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評価項⽬ 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

診療録、画像、各種検査結果から医学・社会的情報を収集でき
る 

   

理学療法対象者の疾病の症候を説明できる 
   

理学療法対象者へ適切な評価項⽬を挙げることができる 
   

理学療法評価結果を理解することができる 
   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ理学療法評価の⽬的、⽅法、リスクを説明で
きる 

   

スタンダードプリコーションを理解し、実施することができる 
   

意識障害の評価（観察、Japan Come Scale、Glasgow Come Scale
等）を⾏うことができる 

   

理学療法対象者の症状（顔⾊、表情等）・病態の観察を⾏うこと
ができる 

   

聴診法により⾎圧測定を⾏うことができる 
   

脈診により脈拍数を測定することができる 
   

呼吸数を計測し、呼吸の異常の有無を確認することができる 
   

⼼電図、パルスオキシメーターなどの各種モニターから理学療
法対象者の異常の有無を確認することができる 

   

⾝体活動量（歩数計など）を評価することができる 
   

運動耐容能（6 分間歩⾏テストなど）を評価することができる 
   

臨床実習指導者の指導下で理学療法評価の結果を解釈しまとめ
ることができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握でき
る 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の⽣活機能を国際障
害分類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握するこ
とができる 
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【感想】 

 

 
  

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、
優先順位を設定し理解することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期⽬標、⻑期⽬
標を設定し理解することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指
導計画ついて理解することができる 

   

主観的所⾒、客観的所⾒、評価、計画（SOAP ⽅式）で記録で
きる 

   

理学療法対象者の経過を報告することができる 
   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者と接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

⾃ら⼗分な意欲を持って臨床実習へ参加することができる 
   

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理
学療法評価に必要なコミュニケーションを形成することができ
る 

   

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 
   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
   

臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等
へ積極的に参加することができる 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：総合実習 

 
学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

臨床実習施設における理学療法及び理学療法⼠の役割を理解で
きる 

   

臨床実習施設における理学療法⼠としての管理・運営業務を理
解できる 

   

総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セ
ミナーにおいて発表し討論することができる 

   

理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について
適切に記録・報告することができる 

   

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計
画・⽴案を作成することができる 

   

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法⽬標を
設定することができる 

   

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の
結果を解釈し、国際⽣活機能分類（ICF）を⽤いて、対象者の全
体像を把握し、解決すべき課題を抽出することができる 

   

理学療法対象者に対して基本情報を基に疾患や障害の特徴、リ
スク管理を⾏うことができる 

   

チーム医療の⼀員としての理学療法⼠の役割を体験し理解でき
る 

   

理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個⼈情報等の
守秘義務を厳守することができる 
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評価項⽬ 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

診療録、画像、各種検査結果等から医学・社会的情報を収集で
きる 

   

理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる 
   

理学療法対象者へ適切な評価項⽬と問題点を挙げることができ
る 

   

理学療法評価結果と問題点を踏まえた理学療法治療計画を理解
できる 

   

医の倫理や⽣命倫理観について理解することができる 
   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ理学療法評価・治療の⽬的、⽅法、リスクを
説明することができる 

   

理学療法対象者の症状（顔⾊、表情等）・病態の観察ができる 
   

バイタルサイン測定を⾏い理学療法対象者の異常の有無を確認
できる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握でき
る 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の⽣活機能を国際
障害分類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握する
ことができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、
優先順位を設定し理解することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期⽬標、⻑期⽬
標を設定し理解することができる 

   

基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる 
   

関節可動域運動を⾏うことができる 
   

筋⼒増強運動を⾏うことができる 
   

全⾝持久⼒トレーニングを⾏うことができる 
   

運動学習を⾏うことができる 
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バランス練習を⾏うことができる 
   

起き上がり、⽴ち上がり動作練習を⾏うことができる 
   

歩⾏動作練習を⾏うことができる 
   

階段昇降練習を⾏うことができる 
   

⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
   

⼿段的⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
   

物理療法（マイクロウェーブ、レーザー光線、超⾳波治療、ホ
ットパック、パラフィン浴、アイシング、牽引療法等）の適応
と禁忌を理解した上で実施することができる 

   

筋電図バイオフィードバック療法に関して適応と禁忌を理解し
た上で実施することができる 

   

義肢・装具を理解した上で、義肢・装具の使⽤を理学療法対象
者へ指導することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指
導計画ついて理解することができる 

   

臨床実習の内容を主観的所⾒、客観的所⾒、評価、計画（SOAP
⽅式）で記録することができる 

   

理学療法対象者の経過を報告することができる 
   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

⾃ら⾼い意欲を持って臨床実習へ参加することができる 
   

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理
学療法評価治療に必要なコミュニケーションを形成することが
できる 

   

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 
   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
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【感想】 

 

 

 

 

  

臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等
へ積極的に参加することができる 

   

インシデントやアクシデントが発⽣した場合、適切に対応（報
告する等）することができる 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：地域実習 

 
学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

地域理学療法に関連する理学療法⼠の役割と責務について理解
できる 

   

地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解
できる 

   

健康維持・増進および介護予防事業について理解することがで
きる 

   

⽣活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容
について理解することができる 

   

地域理学療法における多職種連携の必要性を理解することがで
きる 

   

⽣活期における在宅や施設において実施される理学療法を体験
し模倣することができる 

   

地域理学療法に関連する理学療法対象者や家族の個⼈情報を保
護することができる 

   

地域理学療法における多職種連携の必要性を理解し⾏動できる 
   

地域理学療法に関連する理学療法⼠の役割と責務について理解
できる 

   

地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解
できる 
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評価項⽬ 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

健康維持・増進および介護予防事業について理解することがで
きる 

   

⽣活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容
について理解することができる 

   

地域理学療法における多職種連携の必要性を理解することがで
きる 

   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ理学療法評価・治療の⽬的、⽅法、リスクを
説明することができる 

   

理学療法対象者の症状（顔⾊、表情等）・病態の観察できる 
   

バイタルサイン測定を⾏い理学療法対象者の異常の有無を確認
できる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握でき
る 

   

基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる 
   

関節可動域運動を⾏うことができる 
   

筋⼒増強運動を⾏うことができる 
   

全⾝持久⼒トレーニングを⾏うことができる 
   

運動学習を⾏うことができる 
   

バランス練習を⾏うことができる 
   

起き上がり、⽴ち上がり動作練習を⾏うことができる 
   

歩⾏動作練習を⾏うことができる 
   

階段昇降練習を⾏うことができる 
   

⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
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【感想】 

 

 

⼿段的⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
   

理学療法対象者の経過を報告することができる 
   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

地域理学療法に携わる職種としての⼼得や職場におけるルール
を遵守することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、地域理学療法
に必要なコミュニケーションを形成することができる 

   

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 
   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
   

地域理学療法実施施設における症例検討会やカンファレンス、
勉強会等へ積極的に参加することができる 
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臨地実務実習 指導者評価表：⾒学実習

記⼊⽇： 年 ⽉ ⽇

学籍番号 学⽣⽒名

実習施設名 実習指導者⽒名 印

【出席状況】
実習期間 年 ⽉ ⽇ ~ 年 ⽉ ⽇

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇

【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。
S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる
A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる
B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる
C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる
D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない

到達⽬標
施設
担当

科⽬
担当

確認欄

⼀般的な理学療法対象者の概要を理解することができる

実習施設における各職種の業務や責務を理解することができる

簡単な理学療法の補助業務を経験することができる

臨床⾒学⾃習ノートを作成し提出することができる

理学療法の⾒学を踏まえて理学療法への関⼼を深め、学修意欲
を⾼めることができる

理学療法⼠の業務や守秘義務等の責務について理解することが
できる

評価項⽬
施設
担当

科⽬
担当

確認欄

基本的理学療法の体験を通じて、⾃⼰の理学療法観を育成する
ことができる

理学療法⼠になることへの動機づけを⾼めることができる

臨床実習施設におけるルールの理解や理学療法業務を理解する
ことができる

1

【資料22】



 

 
【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 

  

提出物は期限を守って提出することができる 
   

指導助⾔により、理学療法対象者に対して共感的態度を持って
より良い⼈間関係を形成することができる 

   

臨床実習指導者とコミュニケーションを図って良好な関係作り
ができる 

   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

守秘義務を果たし、理学療法対象者や家族に対してプライバシ
ーへの配慮することができる 
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臨地実務実習 指導者評価表：検査・測定実習 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

理学療法対象者へ適切な検査・測定項⽬を挙げることができる 
   

検査・測定結果を理解することができる 
   

理学療法対象者へ適切な検査・測定項⽬の⽬的⼿順を説明がで
きる 

   

臨床実習指導者の指⽰に従って、検査・測定を実践することが
できる 

   

検査・測定結果を正確に記録し報告することができる 
   

理学療法対象者への配慮ならびにリスク管理を⾏うことができ
る 

   

理学療法⼠を志す観点で⾏動し、適宜、臨床実習指導者へ報告・
連絡・相談を⾏うことができる 

   

提⽰された禁忌・注意事項や個⼈情報等の守秘義務を厳守でき
る 

   

臨床実習指導者のもとで、理学療法対象者、関連スタッフと良
好な関係を築くことができる 

   

評価項⽬ 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 
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診療録、画像、各種検査結果等から医学情報を収集することが
できる 

   

家族、他職種、診療録等から社会的情報を収集することができ
る 

   

理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる 
   

理学療法対象者へ適切な検査・測定項⽬を挙げることができる 
   

検査・測定結果を理解することができる 
   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ検査・測定の⽬的、⽅法、リスクを説明でき
る 

   

関節可動域検査を⾏うことができる 
   

徒⼿筋⼒検査等の筋⼒検査を⾏うことができる 
   

表在感覚や深部感覚、複合感覚などの感覚検査を⾏うことがき
る 

   

メジャーを⽤いて、四肢⻑や周径のどの形態測定を⾏うことが
できる 

   

打鍵器を⽤いて深部腱反射、病的反射検査を⾏うことができる 
   

⾼次脳機能検査（改訂⻑⾕川式簡易知能評価スケール）ができ
る 

   

姿勢観察を⾏うことができる 
   

基本的動作および移動動作能⼒評価（⾃⽴度、運動学的分析、
10m 歩⾏テスト、Time Up & Go Test）を⾏うことができる 

   

バランス検査（Berg Balance Scale、Functional Reach Test 等）
を⾏うことができる 

   

⽇常⽣活活動評価（Barthel Index、Functional Independence 
Measure 等）を⾏うことができる 

   

疼痛検査（Visual Analogue Scale 等）を⾏うことができる 
   

整形外科学的テスト（スパーリングテスト、ファーレンテスト、
トーマステスト、内・外反ストレステスト、前後⽅引き出しテ
スト）を⾏うことができる 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 
  

脳卒中運動機能検査（Brunnstrom Stage、Stroke Impairment 
Assessment Set 等）を⾏うことができる 

   

協調運動機能検査（指⿐指試験、踵膝試験、ロンベルグ試験等）
を⾏うことができる 

   

提出物は期限を守って提出することができる 
   

臨床実習指導者の指導助⾔により、理学療法対象者に対して共
感的態度を持ってより良い⼈間関係を形成することができる 

   

臨床実習指導者とコミュニケーションを図って良好な関係を
作りができる 

   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

守秘義務を果たし、理学療法対象者や家族に対してプライバシ
ーへの配慮することができる 

   

指導助⾔により、理学療法対象者に対して共感的態度を持って
より良い⼈間関係を形成することができる 
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臨地実務実習 指導者評価表：評価実習 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

評価実習を通じて理学療法及び理学療法⼠の役割を理解できる 
   

理学療法対象者に対し適切な評価項⽬を挙げることができる 
   

理学療法対象者への配慮とリスク管理を⾏うことができる 
   

理学療法対象者に対し適切な理学療法評価を実施することがで
きる 

   

実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出できる 
   

実施した理学療法評価より適切な理学療法⽬標を設定できる 
   

実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法
プログラムを作成することができる 

   

情報収集や理学療法評価に必要な記録と報告を⾏うことができ
る 

   

情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成で
きる 

   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
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評価項⽬ 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

診療録、画像、各種検査結果から医学・社会的情報を収集でき
る 

   

理学療法対象者の疾病の症候を説明できる 
   

理学療法対象者へ適切な評価項⽬を挙げることができる 
   

理学療法評価結果を理解することができる 
   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ理学療法評価の⽬的、⽅法、リスクを説明で
きる 

   

スタンダードプリコーションを理解し、実施することができる 
   

意識障害の評価（観察、Japan Come Scale、Glasgow Come Scale
等）を⾏うことができる 

   

理学療法対象者の症状（顔⾊、表情等）・病態の観察を⾏うこと
ができる 

   

聴診法により⾎圧測定を⾏うことができる 
   

脈診により脈拍数を測定することができる 
   

呼吸数を計測し、呼吸の異常の有無を確認することができる 
   

⼼電図、パルスオキシメーターなどの各種モニターから理学療
法対象者の異常の有無を確認することができる 

   

⾝体活動量（歩数計など）を評価することができる 
   

運動耐容能（6 分間歩⾏テストなど）を評価することができる 
   

臨床実習指導者の指導下で理学療法評価の結果を解釈しまとめ
ることができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握でき
る 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の⽣活機能を国際障
害分類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握するこ
とができる 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 
  

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、
優先順位を設定し理解することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期⽬標、⻑期⽬
標を設定し理解することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指
導計画ついて理解することができる 

   

主観的所⾒、客観的所⾒、評価、計画（SOAP ⽅式）で記録で
きる 

   

理学療法対象者の経過を報告することができる 
   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者と接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

⾃ら⼗分な意欲を持って臨床実習へ参加することができる 
   

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理
学療法評価に必要なコミュニケーションを形成することができ
る 

   

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 
   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
   

臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等
へ積極的に参加することができる 
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臨地実務実習 指導者評価表：総合実習 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

臨床実習施設における理学療法及び理学療法⼠の役割を理解で
きる 

   

臨床実習施設における理学療法⼠としての管理・運営業務を理
解できる 

   

総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セ
ミナーにおいて発表し討論することができる 

   

理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について
適切に記録・報告することができる 

   

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計
画・⽴案を作成することができる 

   

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法⽬標を
設定することができる 

   

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の
結果を解釈し、国際⽣活機能分類（ICF）を⽤いて、対象者の全
体像を把握し、解決すべき課題を抽出することができる 

   

理学療法対象者に対して基本情報を基に疾患や障害の特徴、リ
スク管理を⾏うことができる 

   

チーム医療の⼀員としての理学療法⼠の役割を体験し理解でき
る 

   

理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個⼈情報等の
守秘義務を厳守することができる 
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評価項⽬ 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

診療録、画像、各種検査結果等から医学・社会的情報を収集で
きる 

   

理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる 
   

理学療法対象者へ適切な評価項⽬と問題点を挙げることができ
る 

   

理学療法評価結果と問題点を踏まえた理学療法治療計画を理解
できる 

   

医の倫理や⽣命倫理観について理解することができる 
   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ理学療法評価・治療の⽬的、⽅法、リスクを
説明することができる 

   

理学療法対象者の症状（顔⾊、表情等）・病態の観察ができる 
   

バイタルサイン測定を⾏い理学療法対象者の異常の有無を確認
できる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握でき
る 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の⽣活機能を国際
障害分類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握する
ことができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、
優先順位を設定し理解することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期⽬標、⻑期⽬
標を設定し理解することができる 

   

基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる 
   

関節可動域運動を⾏うことができる 
   

筋⼒増強運動を⾏うことができる 
   

全⾝持久⼒トレーニングを⾏うことができる 
   

運動学習を⾏うことができる 
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バランス練習を⾏うことができる 
   

起き上がり、⽴ち上がり動作練習を⾏うことができる 
   

歩⾏動作練習を⾏うことができる 
   

階段昇降練習を⾏うことができる 
   

⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
   

⼿段的⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
   

物理療法（マイクロウェーブ、レーザー光線、超⾳波治療、ホ
ットパック、パラフィン浴、アイシング、牽引療法等）の適応
と禁忌を理解した上で実施することができる 

   

筋電図バイオフィードバック療法に関して適応と禁忌を理解し
た上で実施することができる 

   

義肢・装具を理解した上で、義肢・装具の使⽤を理学療法対象
者へ指導することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指
導計画ついて理解することができる 

   

臨床実習の内容を主観的所⾒、客観的所⾒、評価、計画（SOAP
⽅式）で記録することができる 

   

理学療法対象者の経過を報告することができる 
   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

医療⼈としての⼼得や職場におけるルールを遵守することがで
きる 

   

⾃ら⾼い意欲を持って臨床実習へ参加することができる 
   

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理
学療法評価治療に必要なコミュニケーションを形成することが
できる 

   

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 
   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 
  

臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等
へ積極的に参加することができる 

   

インシデントやアクシデントが発⽣した場合、適切に対応（報
告する等）することができる 
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臨地実務実習 指導者評価表：地域実習 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：わずかな助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 A：ある程度の助⾔・指導のもとに基本的理学療法を遂⾏できる 
 B：助⾔・指導を必要とするが基本的理学療法を遂⾏できる  
 C：頻繁に助⾔・指導を必要と指導するが基本的理学療法を遂⾏できる 
 D：常に助⾔・指導を⾏っても基本的理学療法を遂⾏できない 
 

到達⽬標 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

地域理学療法に関連する理学療法⼠の役割と責務について理解
できる 

   

地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解
できる 

   

健康維持・増進および介護予防事業について理解することがで
きる 

   

⽣活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容
について理解することができる 

   

地域理学療法における多職種連携の必要性を理解することがで
きる 

   

⽣活期における在宅や施設において実施される理学療法を体験
し模倣することができる 

   

地域理学療法に関連する理学療法対象者や家族の個⼈情報を保
護することができる 

   

地域理学療法における多職種連携の必要性を理解し⾏動できる 
   

地域理学療法に関連する理学療法⼠の役割と責務について理解
できる 

   

地域理学療法に関連する地域包括ケア等の各制度について理解
できる 
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評価項⽬ 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

健康維持・増進および介護予防事業について理解することがで
きる 

   

⽣活期における在宅や施設において実施される理学療法の内容
について理解することができる 

   

地域理学療法における多職種連携の必要性を理解することがで
きる 

   

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して
問診することができる 

   

理学療法対象者へ理学療法評価・治療の⽬的、⽅法、リスクを
説明することができる 

   

理学療法対象者の症状（顔⾊、表情等）・病態の観察できる 
   

バイタルサイン測定を⾏い理学療法対象者の異常の有無を確認
できる 

   

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握でき
る 

   

基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる 
   

関節可動域運動を⾏うことができる 
   

筋⼒増強運動を⾏うことができる 
   

全⾝持久⼒トレーニングを⾏うことができる 
   

運動学習を⾏うことができる 
   

バランス練習を⾏うことができる 
   

起き上がり、⽴ち上がり動作練習を⾏うことができる 
   

歩⾏動作練習を⾏うことができる 
   

階段昇降練習を⾏うことができる 
   

⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 

⼿段的⽇常⽣活活動練習を⾏うことができる 
   

理学療法対象者の経過を報告することができる 
   

適切な⾝だしなみ、⾔葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象
者に接することができる 

   

地域理学療法に携わる職種としての⼼得や職場におけるルール
を遵守することができる 

   

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、地域理学療法
に必要なコミュニケーションを形成することができる 

   

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 
   

理学療法対象者への配慮と個⼈情報等の守秘義務を厳守できる 
   

地域理学療法実施施設における症例検討会やカンファレンス、
勉強会等へ積極的に参加することができる 
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1. 臨地実務実習の在り方

1）臨地実務実習の考え方

臨地実務実習は、大学で学修した知識および技術・技能を、学内教育では体験し

得ない臨床の場において、臨地実務実習指導者と共に作業療法の実施を通して、よ

り一層の学修を深める教育として位置づけられている。つまり「知っている」「理解

している」知識や技能を「実践できる」段階へコンピテンシーを修得する課程であ

る。

保健医療専門職における臨地実務実習の在り方は、学生が臨地実務実習を通して

作業療法対象者の全体像を把握した上で、作業療法治療計画及び治療等を体験しな

がら、作業療法士としての役割や責務を果たす能力、作業療法士としての知識と技

術・技能及び態度を培うためにも極めて重要となる実習である。

臨地実務実習は、診療参加型臨地実務実習として実施されることが推奨されてい

る。

診療参加型臨地実務実習に関しては、文部科学省・厚生労働省の実態調査におけ

る定義では、「学生が医療チームの一員として実際に診療に参加し、より実践的な臨

床能力を身に付ける臨床参加型実習であり、実習生が単独で行動したり、実習生の

考えた診療内容を実施したりする担当型臨地実務実習や指導者の診療の横について

いるだけの見学型臨地実務実習ではなく、医療チームの立案した診療計画に基づき、

指導者の監督・指導のもとで患者を受けもつなど診療に参加するもの」とされてい

る。

本学においても、この概念に基づき、診療参加型臨地実務実習を導入する。

本学では、学生が学内の講義・演習・実技・実習で修得した内容を、効果的に社

会的ニーズの多様化に対応した臨床的観察力、分析力を養い、治療計画の立案能

力・実践能力を身につけるために、体験実習・評価実習・総合実習・地域実習を段

階的に積み上げた内容で修得できるように配置する。

2）臨地実務実習の構成

理学療法士及び作業療法士養成施設指定規則（以下、「指定規則」）により、「体

験実習（体験実習Ⅰ）（体験実習Ⅱ）」「評価実習（評価実習Ⅰ）（評価実習Ⅱ）」「総

合実習（総合実習Ⅰ）（総合実習Ⅱ）」及び「地域実習」で構成する。  

【実習の名称・配置学年・単位数】  

実習名  配置学年  単位数（時間）  

体験実習Ⅰ  1 年前期 1 単位（45 時間）  

体験実習Ⅱ  1 年前期 1 単位（45 時間）  

評価実習Ⅰ  2 年後期 3 単位（135 時間） 

評価実習Ⅱ  2 年後期 2 単位（90 時間） 

総合実習Ⅰ  4 年前期 9 単位（405 時間） 

総合実習Ⅱ  4 年前期 9 単位（405 時間） 

地域実習  4 年後期 2 単位（90 時間）  
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①体験実習Ⅰ

入学早期にさまざまな作業療法士が働く現場を体験し、現場の作業療法士が「どの

ような対象に」「どのような作業療法を」「どうして」「どのくらい」などの視点か

ら理解する。

②体験実習Ⅱ

入学後、一定程度の学びをした上で、作業療法士が働く現場を体験し、現場の作業

療法士が「どのような対象に」「どのような作業療法を」「どうして」「どのくら

い」などの視点から理解する。

③評価実習Ⅰ・評価実習Ⅱ

指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義・実習で修得した評価手技を

実際に体験し、検査・測定の結果を記録する、さらに記録した結果から、いくつ

かの内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考察し、対象者の全体像ま

たは、その一部について論理的に考察する

「評価実習Ⅰ」と「評価実習Ⅱ」で構成するが、実習内容は基本的に同じで、対

象者の障害・病期・年齢層が異なる施設で実習を行う。

④総合実習Ⅰ・総合実習Ⅱ

指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義・実習で修得した評価手技を

実際に体験し、検査・測定の結果を記録する。さらに記録した結果から、いくつ

かの内容について対象者の肯定的側面と否定的側面を考察し、対象者の全体像に

ついて論理的に考察し、作業療法の治療・アプローチの計画立案、その計画を実

施する。可能な限り、その計画の実施の効果が測定できるような評価を実施し、

効果について考察する。

「総合実習Ⅰ」と「総合実習Ⅱ」で構成するが、実習内容は基本的に同じで、対

象者の障害・病期・年齢層が異なる施設で実習を行う。

⑤地域実習

在宅生活を支援するための訪問リハビリテーションや通所リハビリテーションの

場面では、指導者の下で、対象者の同意を得て、学内での講義等で修得した地域

包括ケアシステムや共生社会の構築に向けた作業療法実践について、生活行為向

上マネジメント等を活用した支援内容について経験する。
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2. 臨地実務実習の教育目標

 作業療法学科では、それぞれの実習終了時に身につけるべき到達目標を、以下のと

おりに設定している。なお、詳細な「一般目標」「行動目標」の積み上げ型の到達目

標については、別紙『到達目標シート』を参照のこと。

○臨地実務実習の到達目標

【体験実習Ⅰ】

1. 作業療法の対象領域、時期、対象者、目的、内容を理解する

2. 学生として相応しい身だしなみ、態度、節度ある行動をとることができる

3. 作業療法を学ぶ意欲や主体的な学習態度を身につける

【体験実習Ⅱ】

1. 作業療法の対象領域、時期、対象者、目的、内容について理解する

2. 見学した現場の作業療法について、リハビリテーションの中での位置づけと役

割を理解する

3. 作業療法学生としての倫理観や基本的態度を身に付ける

4. 作業療法を学ぶ意欲や主体的な学習態度を身に付ける

【評価実習Ⅰ・評価実習Ⅱ】

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身に付ける

2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる

3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる

4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる

5. 実習内容について記録・報告をすることができる

【総合実習Ⅰ・総合実習Ⅱ】

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身に付ける

2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる

3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる

4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる

5. 対象者の作業療法計画を立案できる

6. 対象者へ作業療法の治療・指導・援助を実施することができる

7. 作業療法の成果を再評価にて確認し、必要に応じて作業療法計画を見直すこと

ができる

8. 実習内容について記録・報告をすることができる

9. 管理・運営について理解することができる

【地域実習】

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身に付ける

2. 地域における臨地実務実習施設の役割を理解する

3. 臨地実務実習指導者の指導の下で、支援業務の一部を観察または実践する

4. 臨地実務実習施設において作業療法士として取組む課題と支援方法について

考え、その一部を体験する

5. 記録報告を行う
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3. 臨地実務実習の成績評価

 成績の評価は、科目責任者である教員が責任を持って成績評価及び単位認定を、下

記の比率に基づいて行う。 

 なお、臨地実務実習指導者との連携を重視することから、臨地実務実習関係者会議

等での情報交換を行うとともに、成績評価に当たっても、臨地実務実習指導者からヒ

アリングの機会を設定するなど連携の強化に努める。

○成績評価の比率の例

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 40％ 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 

60％ 

臨地実務実習施設での実習記録 

学内教員による質疑応答 

筆記試験 

実技試験 

臨地実務実習前後の客観的臨床能力試験（OSCE） 

臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振り返り） 

臨地実務実習の症例報告発表 

本学到達目標への自己課題評価 

 また、到達の水準の考え方については、学生の実習の到達レベルであることとし

て、作業療法士としての水準ではないものとする。 

○教育目標分類 3 領域における到達目標の考え方

 情意領域   精神運動領域 認知領域

（態度・習慣） （技術・技能） （知識）

受け入れ ・・・・・ 模 倣 ・・・・・ 想 起

｜          ｜   ｜

反 応 ・・・・ コントロール ・・・・  解 釈   → 実習到達レベル

 ｜ ｜ ｜

内面化   ・・・・・ 自動化 ・・・・・ 問題解決 → 作業療法士レベ

ル

※一般社団法人日本作業療法士協会「作業療法臨床実習の手引き（2018）」改変

4. 臨地実務実習の進め方

1) 診療参加型実習

「指定規則」に記載されていることから、本学の「評価実習」「総合実習」の実

習方法については、実習生が診療チームの一員として加わり、臨地実務実習指導者
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の下で行う「診療参加型臨地実務実習」とする。

また、臨地実務実習指導者は、その作業療法の経験である「臨床推論（クリニカ

ルリーズニング）」を「垂範する（やってみせる）→指導する（教える）→試行さ

せる（やらせてみる）→賞賛する（ほめる）」といった指導方法を繰り返すこと

で、学生の基本的態度・臨床技能・臨床思考を育成する場を提供する。

2) 臨地実務実習の流れ

学生は、診療参加型臨床実習から、「見学→模倣→実施」という順に作業療法を

修得する。 

○基本的態度・臨床技能・臨床的思考過程の修得の流れ

見学 学生が臨地実務実習指導者の行う作業療法を解説を受けながら観察す

る 

↓ 

模倣 学生が臨地実務実習指導者の行う作業療法を指導を受けながら実際に

行う 

↓ 

実施 学生が臨地実務実習指導者の行う作業療法を監督の下、主体的に行う 

※一般社団法人日本作業療法士協会「作業療法臨床実習の手引き（2018）」引用

3) 対象者の捉え方の例

① 国際生活機能分類（ ICF）

ICF は、「心身機能・身体構造」「活動」「参加」に加え、背景因子として

「環境因子」と「個人因子」の相互作用と捉えること、また障害という「否定

的側面」だけではなく、「肯定的側面」を評価することで生活機能や健康状態

を包括的に捉えることができる。

作業療法では、対象者を「生活者（生活する主体）」として捉え、意味のあ

る作業を自律的に行うことができるような支援をすることから、ICF による対

象者の捉え方は重要である。 

② 生活行為向上マネジメント（MTDLP）

MTDLP は、人が生活していくうえで営まれる生活全般の行為（生活行為）

を作業療法の視点からの、向上を図るために、必要な要素を分析し、改善のた

めの支援計画を立て、実行することとして各種のツールが準備されている。

このため、作業療法を学ぶ学生であっても、臨地実務実習指導者の作業療法

の思考過程を理解し、対象者への効果的な作業療法の提供の考え方を理解しや

すいものとして重要である。 
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5. 臨地実務実習実習施設の特性

 作業療法の臨地実務実習が行われる場は、病期や各疾患・障害等により異なる経過

を示す対象者により多くの機会で接することのできるような臨地実務実習施設での経

験が重要である。

 また、作業療法が提供される領域についても考慮して、学生が効果的に作業療法を

経験できることが重要となる。

○作業療法の臨地実務実習が行われる場（例）

予防・回復期 地域（在宅）生活支援

医

療

一般病院（急性期病棟・回復期リハ病棟） 

精神科病院（急性期病棟・一般病床）

総合病院（一般病棟・精神科病床）

特定機能病院、地域医療支援病院

診療所・訪問看護ステーション

精神科デイケア・デイナイトケア

認知症疾患医療センター

ホスピス、ターミナルケア病棟

保

健

福

祉

教

育

一般病院（介護療養病棟・介護医療院） 

介護老人保健施設

介護予防サービス事業所

障害児入所施設・障害児通所支援施設

保健所・保健センター

地方自治体・行政機関

身体障害者・知的障害者更生相談所

障害者就業生活支援センター

地域包括支援センター

地域活動支援センター

居宅サービス事業所・在宅介護支援センタ

ー

認知症デイケア

介護老人福祉施設・介護療養型医療施設

障害者福祉サービス事業所

特別支援学校

その他の児童・身障・精神福祉法関連施設

家族会や当事者団体の活動支援

※一般社団法人日本作業療法士協会「作業療法ガイドライン」から抜粋

1) 病期による特性（例）

① 予防期

主に、介護保険法に基づく介護予防における運動器機能向上、閉じこもりや

認知症予防、転倒予防などの予防・健康増進事業が対象となる。

② 急性期

医療保険に基づいて発症や受傷から間もない心身機能が不安定な時期が対象

となる。集中治療室（ ICU）や脳卒中集中治療室（SCU）、新生児集中治療室

（NICU）などが実習の場となる。

③ 回復期

機能障害の回復が期待できる時期でもあり、かつ、活動面の改善を加えた時

期が対象となる。回復期リハ病棟や地域包括ケア病棟が実習の場となる。
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④ 生活期（維持期）

機能維持、活動と参加の両面から、在宅生活の維持、職業や教育への適応能力

等その人らしい生活の獲得が対象となる。介護保険施設、居宅サービス・介護

予防サービス事業所等が実習の場となる。

⑤ 終末期

心身機能、活動や参加の維持を図りながら、尊厳のある生活の援助が対象とな

る。訪問リハ、緩和ケア病棟などが実習の場となる。

2) 疾患・障害による特性（例）

疾患・疾病や外傷によるさまざまな障害が、作業療法の対象となる。例えば、

 中枢神経疾患による障害

 外傷等の運動器障害

 心肺疾患等の内部障害

 精神疾患による障害

 発達期のさまざまな障害

 認知症による障害

などが実習の対象となる。

3) 地域作業療法

地域作業療法では、障害のあるなしではなく、地域で暮らす人々が対象であり、

「するべき作業」「やりたい作業」など、その人にとって意味のある作業を支援す

ることが対象となる。各保険制度や福祉制度による支援施設の他、政策を担当する

地方自治体や行政機関での実習が想定できる。

6. 臨地実務実習の学生の臨床技能の水準

 臨地実務実習は、臨地実務実習指導者の指導・監督の下行われるものであるが、作

業療法士の実施する臨床技能ではリスクや安全性の観点で、その行為が大きく異な

る。本学の臨地実務実習では、一般社団法人日本作業療法士協会が示す「臨床実習で

許容される臨床技能の水準とその条件」を参考にして、臨地実務実習を進める。

○臨地実務実習で許容される臨床技能の水準（抜粋）

水準１
学生が行う上で対象者にとってのリスクが低く、安全性が高い「指導者

の監視下で実施できる項目および状態」

水準２

学生が臨地実務実習指導者の作業療法の補助として行うならば、対象者

にとってリスクが低く、安全性の高い「指導者の監視下で補助として実

施できる項目および状態」

水準３
学生が行う上でリスクが高く、安全性が低い「指導者の監視下で、見学

にとどめておくべき項目および状態」
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7. 臨地実務実習の指導者

 本学の臨地実務実習で指導に当たる臨地実務実習指導者は、「指定規則」の要件を

厳守することはもちろん、臨地実務実習施設での臨地実務実習の質を担保と本学教員

との連携や相互理解の推進、さらには臨地実務実習施設での作業療法の質的向上に資

するために、本学の学生を受け入れる施設の作業療法士を主な対象として、理論的、

実務的経験の豊富な本学教員が月 1 回程度の情報交換会（研修会）を開催することを

計画する。  

8. 臨地実務実習における対象者等への協力（同意）

 本学の臨地実務実習の実施に当たっては、「指定規則」を遵守し、「あらかじめ患者

等に同意を得た上で、臨地実務実習指導者の指導・監督の下」で実施する。

同意の方法や書式等については、本学の様式を用いることとする。

9. その他の必要事項

1) 事故の補償

臨地実務実習では、実習対象となる症例や学生に対して身体的障害や心理的障害

を発生する恐れがある他、施設備品等の損壊等の事故が発生することも想定される

ため、事故補償の対策を講じておく必要がある。 

2) 臨地実務実習に関する契約等

臨地実務実習は、大学と病院・施設との契約を締結する形で実施される。

【契約内容】  

・学生氏名

・実習内容

・実習期間

・実習受け入れ部署

・実習費

・遵守事項

・感染予防対策

・守秘義務

・補償関連

3) 抗体検査等の事前の予防

「医療関係者のためのワクチンガイドライン」によると予防が必要な対象者とし

て、医療職の他、学生も含まれている。作業療法の臨床実習においては、学生が入

学してから抗体検査を実施し、抗体値を把握しておく。臨地実務実習施設によって

は、独自の抗体値や感染予防対策を設けている場合があるので、臨地実務実習前に

協議する必要がある。ワクチンガイドラインに沿って推奨されているワクチンは、

Ｂ型肝炎ワクチン、麻しん、風疹、流行性耳下腺炎、水痘ワクチン、インフルエン

ザワクチンである。  
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4) 個人情報の保護

臨地実務実習を開始するにあたり、臨地実務実習開始前に個人情報の取扱いに関

して、学内で学生指導を徹底し、個人情報保護に関して十分に理解した前提でなけ

ればならない。学生に対しては、患者が最優先として取り扱われることが大原則で

あることを周知徹底する。また、診療情報についても適切に取り扱い、実習施設の

規定を理解した上で臨地実務実習生として行動を執る指導を行う。個人情報保護に

関しては、大学や臨地実務実習施設において誓約書を作成し記載することを前提と

する。誓約書の内容としては、  

・臨地実務実習指導者の指導に従うこと

・臨地実務実習施設の規則等を遵守すること

・個人情報の保護に努め、守秘義務を遵守すること

・安全、感染症対策に十分注意すること

・電子カルテ等の記録方法や閲覧方法とその注意事項について遵守すること

・臨地実務実習で知り得た情報は、家族、友人を含む第三者に対して電話、FAX、

メール、ソーシャルネットワークシステム、web 等を利用した情報漏えいを絶対

に行わないこと

5) 学生による診療録への記載等

診療録の記載は、理学療法士にとって必須の能力であり、臨地実務実習において

学生が診療録に記載すべき内容を適切に文章化することは、臨地実務実践能力とし

て重要な事項である。  

しかし、診療録は公文書として扱われるため、学生による直接記載は、様々な問

題を生じかねない。このため、学生が診療録記載を実施する場合は、大学及び臨地

実務実習施設において診療録記載の手順を定め、実施する必要があり、適切な責任

管理体制が取れない場合は、学生による診療録記載は実施しない。  

学生による診療録記載の手順の一例として  

・学生は、臨地実務実習にて実施した内容を元に診療録記載内容を下書きし、臨地

実務実習指導者へ内容を確認する

・臨地実務実習指導者は、学生が記載した下書きを確認し、記載内容、文章表現、

用語が適切に使用されているか確認する

・臨地実務実習指導者は、学生が作成した診療録記載内容の下書きを適宜、加筆、

修正を行う

・（学生が診療録記載を行う場合）学生は、臨地実務実習指導者の加筆、修正に従い

診療録へ記載する  

・臨地実務実習指導者は、学生が記載した診療録内容を最終確認し、署名する

【電子カルテについて】  

臨地実務実習施設において電子カルテが導入されている場合には、学生が閲覧でき

る範囲について臨地実務実習を行う上で必要である対象者のみに限定する。  

電子カルテを臨地実務実習で使用する場合は、下記の使用方法を遵守する。特に、
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個人情報保護の観点から、臨地実務実習以外の目的で、利用した場合、個人情報保護

法に違反するため法的に厳しい処分がある。  

（注意事項）  

・利用者の認識アカウントやパスワードは、自己の責任にて管理し、メモ等にて記

録に残したり、他人に教えたりしてはいけない

・電子カルテに「ログイン」後、「ログオフ」するまで、電子カルテから離れてはい

けない。「ログイン」は、署名・捺印と同等の行為なので、電子カルテの利用が終

了したら直ちに「ログオフ」する

・電子カルテに「ログイン」した人物が不明の場合は、電子カルテを絶対に使用し

ないこと

・学生は、臨地実務実習指導者の指導の下で対象者の診療情報のみを閲覧すること

が可能

・電子カルテのトラブル（フリーズ等）の場合は、必ず臨地実務実習指導者へ報告

して指示に従って対応すること

6) 臨地実務実習期間中の学生の安全

臨地実務実習において、学生を保護する観点からハラスメント（嫌がらせ）につ

いて記載する。ハラスメントは、臨地実務実習施設の規模や職種を問わず発生する

可能性がある。  

臨地実務実習は、臨地実務実習指導者と学生との関係性に権威勾配が存在するこ

とが多く、学生は評価される側として相対的に弱い立場にあり、臨地実務実習指導

者はハラスメントを意図していなくても行いやすい立場にある。  

ハラスメントは、個人個人の感情やとらえ方に大きな違いがあるため、一定の線

引きが困難ではあるが、その中でもある程度のモラルが求められる。また、ハラス

メントは、被害者の精神的苦痛や負担に加え、臨地実務実習施設、大学、作業療法

士の印象や信用を失墜させる大きな問題でもあることを十分認識することが必要で

ある。  

(1)セクシャルハラスメント

セクシャルハラスメント（性的いやがらせ）は、意に反する「性的な言動」（性的

な内容の発言、性的な行動）に対する対応により不利益を受ける、あるいは「性

的な言動」により環境が害されることである。性的な言動とは、食事やデートへ

の執拗な勧誘、個人的な性的体験談を話すことや事実関係を尋ねること、冗談や

からかい、必要なく身体へ接触することや関係を強要することなどが該当する。 

(2)パワーハラスメント

パワーハラスメントは、職務上の地位や人間関係などの優位性を背景に、業務の

適正な範囲を超えて、精神的、身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行

為である。教育においては、教育者と学生という一定の権威勾配が存在し、大学

内においては、ハラスメント委員会が存在するため、学生が救済を申し出る機会
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があるが、臨地実務実習施設では、学生が直接申し出ることができる機関も存在

しない可能性があるため、パワーハラスメントが発生しやすい構造である。  

【職場におけるパワーハラスメントの例】  

・身体的な攻撃（暴行・傷害）

・精神的な攻撃（脅迫、名誉棄損、侮辱、暴言など）

・人間関係からの切り離し（隔離、仲間外れ、無視など）

・過大な要求（仕事の妨害、業務上明らかに不要なことや不可能なことを強制す

るなど）

・過小な要求（業務上の合理性がなく、能力とかけ離れた程度の低い業務を命じ

る、仕事を与えない）

・個の侵害（私的なことに過度に立ち入ることなど）

【臨地実務実習におけるパワーハラスメントの例】  

・時間外指導の常態化や過度の課題要求

・能力に対する侮辱

（3）ハラスメントに対する講ずべき対応

・共通認識の明確化

臨地実務実習におけるどのような場面がハラスメントに該当するのか、大学、

臨地実務実習施設ともに共通認識を持つ。

・本学連絡先の明記

臨地実務実習において、ハラスメントの疑いや報告がある場合、臨地実務実

習指導者以外の施設職員や管理者及び、学生から大学へ連絡が可能となるよ

うに、連絡先を臨地実務実習関連書類へ明記する。

・事実確認

臨地実務実習施設において、ハラスメントの疑いがある場合、臨地実務実習

施設職員と大学教職員で事実確認を行う。

・施設への報告

実際に臨地実務実習指導者がハラスメントを行っていた場合、事業主あるい

は管理者へハラスメントの事実を報告する。ハラスメントの行為者は、当該

施設で措置を行う。

・被害者支援

臨地実務実習において、実際にハラスメントが発生した場合、ハラスメント

の内容によっては臨地実務実習の継続が困難となるため、支援措置として、

当該学生を別の臨地実務実習施設で臨地実務実習が行えるように手配する。

また個人情報についても配慮を行う。

・再発防止の対策

臨地実務実習施設において、ハラスメントが明らかとなった場合、再発防止

の対策を実施する。
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■リハビリテーション学部 作業療法学科  到達目標シート 

本学の学生には、各ステップごとに（一社）日本作業療法士協会の示したものを基に、本学独自の観

点を加えた目標を設定し、本学が輩出する「高度職業人材」の形を示している。 

下線部は、本学としての「大学」としての特徴（到達目標）を加味した到達段階である。 

Step.5 は、卒業後に、職場にて自らに課すべき課題・指針を掲げている。在学時の Step.1～4の学生

という立場とは異なり、自らが作業療法士としての免許を得た高度職業人であることを意識する。 

Step．1 

【体験実習】 

【行動目標】 【情意領域】 

1-1 時間や約束を守る

1-2 その場にふさわしい服装や身なりを整える

1-3 礼儀正しい行動をとる

1-4 公私を区別する

1-5 守秘義務を果たす

4-4 必要に応じて質問する

25-1 自ら疑問点を尋ねる

25-2 自らわかったことを表現する

【認知領域】 

3-2 関係職種の中での作業療法士の役割を説明する

22-1 地域における施設の役割について説明する

22-2 施設における作業療法士の役割について説明する

【精神運動領域】 

  ― 

Step．2 

【評価実習Ⅰ・Ⅱ】 

「評価実習Ⅰ・Ⅱ」

Ⅱ終了時点で、行動

目標の 100％の到達

を求めるものではな

く、段階・積み重ね

的に「評価実習Ⅰ・

Ⅱ」と「総合実習Ⅰ・

Ⅱ」の全体を通じて

「行動目標」と「一

般目標」の到達を目

指す。 

【行動目標】 【情意領域】 

25-3 対象者および家族に配慮する

25-4 自ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する

2-1 対象者および家族の訴えを聞く

25-5 自ら関連職種との情報交換や、文献や資料の収集の準備を行う

3-3 関連職種と情報交換を行う

4-2 必要に応じて文献や資料を収集する

21-2 選択した必要な事項を報告する

【認知領域】 

2-2 対象者および家族の訴えを説明する

3-1 職員、関係スタッフの役割を説明する

4-1 疑問点を列挙する

4-3 集めた文献や資料を理解する

4-5 自分の意見を述べる

5-1 評価内容を想起する

5-2 評価手段を選択する

5-3 選択した評価手段（情報収集・面接・観察・検査測定）の実施計

画を立てる 

【資料24】
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5-4 評価手順と期間について計画を立てる 

7-1 「心身機能と身体構造」について列挙する 

7-2 「活動と参加」について列挙する 

7-3 「環境因子と個人因子」を列挙する 

7-4 「生活機能と障害」の相互関係をまとめる 

8-1 将来の生活に影響する環境因子と個人因子を説明する 

8-2 リハビリテーションゴールを説明する 

9-1 「肯定的側面と否定的側面」を抽出する 

9-2 抽出した各側面（肯定的側面と否定的側面）に優先順位をつける 

10-1 リハビリテーションゴールに沿った作業療法目標（長期目標・ 

短期目標）を設定する 

10-2 長期目標と短期目標を関連付けて設定する 

10-3 対象者と家族と目標を共有する（説明して、同意を得る） 

11-1 （治療・指導・援助の）優先順位を設定する 

11-2 （治療・指導・援助の）リスクを説明する 

11-3 目標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する 

14-2 （計画に沿った治療・指導・援助について）対象者の反応から 

実施内容の適否を判断する（予測する） 

15-1 （実施中の対象者の）状況変化に気づく 

15-2 状況の変化に応じて実施内容を変更する 

20-1 記録すべき必要な事項を選択する 

20-2 選択した必要な事項を記録する 

21-1 報告すべき必要な事項を選択する 

【精神領域】 

6-1 （評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する 

6-2 （評価について）適切なオリエンテーションを実施する 

6-3 選択した評価内容（情報収集・面接・観察・検査測定）を実施す 

る 

12-1 （作業療法実施に当たり）他部門や対象者および家族との連絡 

調整（時間・場所・人）をする 

12-2 連絡調整した内容に沿って環境を整える 

14-3 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）安全性を確 

保する 

Step．3－1 

【総合実習Ⅰ・Ⅱ】 

 

「到達目標」は、「一

般目標」「行動目標」

に到達することで総

合的に修得すべき本

学としての目標とす

る。 

【到達目標】 ○一般的な特性を呈する対象者に対して、作業療法実践過程（初期評価、

計画立案、治療実施、再評価）を臨地実務実習指導者のもとで基本的

臨床技術・技能および臨床思考過程を模倣・実践する 

○作業療法士として自覚を持った行動をとる 

【一般目標】 1：常識的態度や責任ある行動を身につける（情意領域） 

2：対象者およびその家族と望ましい人間関係を持つ（情意領域） 

3：必要に応じて関連職種と連携をとる（情意領域） 

4：意欲的に取り組む姿勢（探究心・創造性）を持つ（情意領域） 

5：評価計画を立てる 
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6：評価を実施する 

7：評価結果から全体像をまとめる 

8：将来像を予測する 

9：作業療法の対象となる生活機能と障害について焦点化する 

10：長期目標および短期目標を設定する 

11：治療・指導・援助を計画する 

12：治療・指導・援助の準備をする 

13：治療・指導・援助について説明し、了承を得る 

14：計画の沿った治療・指導・援助を実施する 

15：実施中の対象者の状況変化に対応する 

16：再評価計画を立てる 

17：再評価を実施する 

18：再評価の結果を整理し、対象者の全体像をまとめ直す 

19：再評価によって作業療法計画を見直す 

20：記録すべき必要な事項を選択する 

21：選択した必要な事項を記録する 

22：組織の概要を理解する 

23：作業療法の過程を理解する 

24：管理業務の概要を理解する 

25：自ら積極的に課題を解決する姿勢を身に付ける（情意領域） 

【行動目標】 【情意領域】 

2-3 対象者および家族の訴えに応える 

11-4 他部門と連絡調整をする 

25-6 自ら報告・連絡・相談を行う 

【認知領域】 

13-1 作業療法目標について説明し、了承を得る 

13-2 治療・指導・援助の計画について説明し、了承を得る 

13-3 治療・指導・援助の目的について説明し、了承を得る 

16-1 再評価の必要性について説明する 

16-2 再評価の手段を選択する 

18-1 全体像の変化を説明する  

18-2 実施内容の成果を説明する 

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正する 

22-3 他職種と作業療法士との関係を説明する 

23-1 作業療法に関連する精度について説明する 

23-2 指示、記録、診療報酬請求などについて説明する 

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する 

【精神運動療法】 

14-1 計画に沿った治療・指導・援助を時間内に実施する 

14-4 計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に、要点 （ポイ 

ント）を押さえて実施する 

17-1 再評価を実施する 
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Step．3－2 

 【地域実習】 

 

「到達目標」は、「一

般目標」「行動目標」

に到達することで総

合的に修得すべき本

学としての目標とす

る。 

【到達目標】 ○一般的な特性を呈する対象者に対して、作業療法実践過程（初期評価、

計画立案、治療実施、再評価）を臨地実務実習指導者のもとで基本的

臨床技術・技能および臨床思考過程を模倣・実践する 

○作業療法士として自覚を持った行動をとる 

【一般目標】 1：常識的態度や責任ある行動を身に付ける（情意領域） 

2：対象者およびその家族と望ましい人間関係を持つ（情意領域） 

3：必要に応じて関連職種と連携をとる（情意領域） 

4：意欲的に取り組む姿勢（探究心・創造性）を持つ（情意領域） 

5：評価計画を立てる 

6：評価を実施する 

7：評価結果から全体像をまとめる 

8：将来像を予測する 

9：作業療法の対象となる生活機能と障害について焦点化する 

10：長期目標および短期目標を設定する 

11：治療・指導・援助を計画する 

12：治療・指導・援助の準備をする 

13：治療・指導・援助について説明し、了承を得る 

14：計画の沿った治療・指導・援助を実施する 

15：実施中の対象者の状況変化に対応する 

16：再評価計画を立てる 

17：再評価を実施する 

18：再評価の結果を整理し、対象者の全体像をまとめ直す 

19：再評価によって作業療法計画を見直す 

20：記録すべき必要な事項を選択する 

21：選択した必要な事項を記録する 

22：組織の概要を理解する 

23：作業療法の過程を理解する 

24：管理業務の概要を理解する 

25：自ら積極的に課題を解決する姿勢を身に付ける（情意領域） 

【行動目標】 【情意領域】 

2-3 対象者および家族の訴えに応える 

11-4 他部門と連絡調整をする 

25-6 自ら報告・連絡・相談を行う 

【認知領域】 

13-1 作業療法目標について説明し、了承を得る 

13-2 治療・指導・援助の計画について説明し、了承を得る 

13-3 治療・指導・援助の目的について説明し、了承を得る 

16-1 再評価の必要性について説明する 

16-2 再評価の手段を選択する 

18-1 全体像の変化を説明する  

18-2 実施内容の成果を説明する 

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正する 
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22-3 他職種と作業療法士との関係を説明する 

23-1 作業療法に関連する精度について説明する 

23-2 指示、記録、診療報酬請求などについて説明する 

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する 

【精神運動療法】 

14-1 計画に沿った治療・指導・援助を時間内に実施する 

14-4 計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に、要点 （ポイ 

ント）を押さえて実施する 

17-1 再評価を実施する 

Step．4 

 【本学卒業時点】 

 

「地域実習」の後、

学習内容を踏まえ

て、本学が目指す専

門職大学としての学

生に求める内容とす

る。 

 

・自ら積極的に 

①課題解決の取り組

む 

②臨床思考過程をま

とめる 

③作業療法実践課程

を立案する 

 

・作業療法実践課程

を指導者のもとで

模倣・実践する 

・自覚ある行動を習

慣化する 

※臨地実務実習終了後、「臨地実務実習終了後の到達目標」に加えて、「自ら積極的に実施

する姿勢を身に付ける。」ことを本学内の大学としての到達目標とする。 

【到達目標】 ○ 一般的な特性を呈する対象者に対して、自ら積極的に課題解決に

取り組み、作業療法実践過程（初期評価、計画立案、治療実施、再評

価）を臨床思考過程にまとめる（立案する） 

○ 一般的な特性を呈する対象者に対して、自らの作業療法実践過程

（初期評価、計画立案、治療実施、再評価）を臨床思考過程を指導者

（学内指導者、卒業後の先輩作業療法士）と立案する 

○ 一般的な特性を呈する対象者に対して、作業療法実践過程（初期

評価、計画立案、治療実施、再評価）を指導者（学内指導者、卒業後

の先輩作業療法士）のもとで基本的臨床技術・技能を模倣・実践する 

○ 作業療法士として自覚を持った行動を習慣化する  

【一般目標】 ※卒業後に作業療法士として身に付けるべき 

101：常識的態度や責任ある行動について理解する 

102：対象者およびその家族と望ましい人間関係を持つことについて理

解する 

103：必要に応じて関連職種と連携をとることについて理解する 

104：意欲的に取り組む姿勢（探究心・創造性）を持つことについて理

解する 

※「本学卒業時点の到達目標」を達成するために、以下の項目を自ら

積極的に実施する姿勢を身に付ける 

105：評価計画を立てる 

106：評価を実施する 

107：評価結果から全体像をまとめる 

108：将来像を予測する 

109：作業療法の対象となる生活機能と障害について焦点化する 

1010：長期目標および短期目標を設定する 

1011：治療・指導・援助を計画する 

1012：（治療・指導・援助の）準備をする 

1013：治療・指導・援助について説明し、了承を得る 

1014：計画の沿った治療・指導・援助を実施する 

1015：実施中の対象者の状況変化に対応する 

1016：再評価計画を立てる 
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1017：再評価を実施する 

1018：再評価結果を整理し、対象者の全体像をまとめ直す 

1019：再評価によって作業療法計画を見直す 

1020：記録すべき必要な事項を選択する 

1021：選択した必要な事項を記録する 

1022：組織の概要を理解する 

1023：作業療法の過程を理解する 

1024：管理業務の概要を理解する 

1025：自ら積極的に課題を解決する姿勢を身に付ける（情意領域） 

Step．5  
【職場への新入職
時】 
 

※卒業後、資格取得

後に新人作業療法士

として実践すべき目

標 

【目標】 ○ 先輩作業療法士の指導や助言を受けながら、作業療法実践過程の一

連の過程を模倣・実践する 

○ 先輩作業療法士の指導や助言を受けながら、対象者とその家族に対

して、望ましい関係性を構築する 

○ 「すべきこと」や「なすべきこと」などを自ら考え、課題解決をす

ることを行動化する 

○ 作業療法士としての職業倫理に基づいて行動する 



臨地実務実習 ⾃⼰評価表：体験実習Ⅰ

学籍番号 学⽣⽒名

実習施設名 実習指導者⽒名

中間評価記⼊⽇ 年 ⽉ ⽇
最終評価記⼊⽇ 年 ⽉ ⽇

【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。
S：助⾔・指導なしでも、実施することができる
A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる
B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる
C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない
D：まったく、実施することができない

情意領域
中間
評価

最終
評価

確認欄

1-1 時間や約束を守る。

1-2 その場にふさわしい服装や⾝なりを整える。

1-3 礼儀正しい⾏動をとる。

1-4 公私を区別する。

1-5 守秘義務を果たす。

4-4 必要に応じて質問する。

25-1 ⾃ら疑問点を尋ねる。

25-2 ⾃らわかったことを表現する。

認知領域
中間
評価

最終
評価

確認欄

3-2 関係職種の中での作業療法⼠の役割を説明する。

1

【資料25】



 

 
【感想】 

 

 

  

22-1 地域における施設の役割について説明する。 
   

22-2 施設における作業療法⼠の役割について説明する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

― 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：体験実習Ⅱ 

 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

1-1 時間や約束を守る。 
   

1-2 その場にふさわしい服装や⾝なりを整える。 
   

1-3 礼儀正しい⾏動をとる。 
   

1-4 公私を区別する。 
   

1-5 守秘義務を果たす。 
   

4-4 必要に応じて質問する。 
   

25-1 ⾃ら疑問点を尋ねる。 
   

25-2 ⾃らわかったことを表現する。 
   

認知領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

3-2 関係職種の中での作業療法⼠の役割を説明する。 
   

3



 

 
【感想】 

 

 

  

22-1 地域における施設の役割について説明する。 
   

22-2 施設における作業療法⼠の役割について説明する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

― 
＿ ＿ ＿ 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：評価実習Ⅰ 

 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

25-3 対象者および家族に配慮する。 
   

25-4 ⾃ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する。 
   

2-1 対象者および家族の訴えを聞く。 
   

25-5 ⾃ら関連職種との情報交換や、⽂献や資料の収集の準
備を⾏う。 

   

3-3 関連職種と情報交換を⾏う。 
   

4-2 必要に応じて⽂献や資料を収集する。 
   

21-2 選択した必要な事項を報告する。 
   

認知領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

2-2 対象者および家族の訴えを説明する。 
   

3-1 職員、関係スタッフの役割を説明する。 
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4-1 疑問点を列挙する。 
   

4-3 集めた⽂献や資料を理解する。 
   

4-5 ⾃分の意⾒を述べる。 
   

5-1 評価内容を想起する。 
   

5-2 評価⼿段を選択する。 
   

5-3 選択した評価⼿段（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）の実施計画を⽴てる。 

   

5-4 評価⼿順と期間について計画を⽴てる。 
   

7-1 「⼼⾝機能と⾝体構造」について列挙する。 
   

7-2 「活動と参加」について列挙する。 
   

7-3 「環境因⼦と個⼈因⼦」を列挙する。 
   

7-4 「⽣活機能と障害」の相互関係をまとめる。 
   

8-1 将来の⽣活に影響する環境因⼦と個⼈因⼦を説明す
る。 

   

8-2 リハビリテーションゴールを説明する。 
   

9-1 「肯定的側⾯と否定的側⾯」を抽出する。 
   

9-2 抽出した各側⾯（肯定的側⾯と否定的側⾯）に優先順
位をつける。 

   

10-1 リハビリテーションゴールに沿った作業療法⽬標
（⻑期⽬標・短期⽬標）を設定する。 

   

10-2 ⻑期⽬標と短期⽬標を関連付けて設定する。 
   

10-3 対象者と家族と⽬標を共有する（説明して、同意を得
る）。 

   

11-1 （治療・指導・援助の）優先順位を設定する。 
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【感想】 

 

  

11-2 （治療・指導・援助の）リスクを説明する。 
   

11-3 ⽬標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する。 
   

14-2 （計画に沿った治療・指導・援助について）対象者
の反応から実施内容の適否を判断する（予測する） 

   

15-1 （実施中の対象者の）状況変化に気づく。 
   

15-2 状況の変化に応じて実施内容を変更する。 
   

20-1 記録すべき必要な事項を選択する。 
   

20-2 選択した必要は事項を記録する。 
   

21-1 報告すべき必要な事項を選択する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

6-1 （評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。 
   

6-2 （評価について）適切なオリエンテーションを実施す
る。 

   

6-3 選択した評価内容（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）を実施する。 

   

12-1 （作業療法実施に当たり）他部⾨や対象者および家
族との連絡調整（時間・場所・⼈）をする。 

   

12-2 連絡調整した内容に沿って環境を整える。 
   

14-3 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）
安全性を確保する。 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：評価実習Ⅱ 

 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

25-3 対象者および家族に配慮する。 
   

25-4 ⾃ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する。 
   

2-1 対象者および家族の訴えを聞く。 
   

25-5 ⾃ら関連職種との情報交換や、⽂献や資料の収集の準
備を⾏う。 

   

3-3 関連職種と情報交換を⾏う。 
   

4-2 必要に応じて⽂献や資料を収集する。 
   

21-2 選択した必要な事項を報告する。 
   

認知領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

2-2 対象者および家族の訴えを説明する。 
   

3-1 職員、関係スタッフの役割を説明する。 
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4-1 疑問点を列挙する。 
   

4-3 集めた⽂献や資料を理解する。 
   

4-5 ⾃分の意⾒を述べる。 
   

5-1 評価内容を想起する。 
   

5-2 評価⼿段を選択する。 
   

5-3 選択した評価⼿段（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）の実施計画を⽴てる。 

   

5-4 評価⼿順と期間について計画を⽴てる。 
   

7-1 「⼼⾝機能と⾝体構造」について列挙する。 
   

7-2 「活動と参加」について列挙する。 
   

7-3 「環境因⼦と個⼈因⼦」を列挙する。 
   

7-4 「⽣活機能と障害」の相互関係をまとめる。 
   

8-1 将来の⽣活に影響する環境因⼦と個⼈因⼦を説明す
る。 

   

8-2 リハビリテーションゴールを説明する。 
   

9-1 「肯定的側⾯と否定的側⾯」を抽出する。 
   

9-2 抽出した各側⾯（肯定的側⾯と否定的側⾯）に優先順
位をつける。 

   

10-1 リハビリテーションゴールに沿った作業療法⽬標
（⻑期⽬標・短期⽬標）を設定する。 

   

10-2 ⻑期⽬標と短期⽬標を関連付けて設定する。 
   

10-3 対象者と家族と⽬標を共有する（説明して、同意を得
る）。 

   

11-1 （治療・指導・援助の）優先順位を設定する。 
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【感想】 

 

  

11-2 （治療・指導・援助の）リスクを説明する。 
   

11-3 ⽬標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する。 
   

14-2 （計画に沿った治療・指導・援助について）対象者
の反応から実施内容の適否を判断する（予測する） 

   

15-1 （実施中の対象者の）状況変化に気づく。 
   

15-2 状況の変化に応じて実施内容を変更する。 
   

20-1 記録すべき必要な事項を選択する。 
   

20-2 選択した必要は事項を記録する。 
   

21-1 報告すべき必要な事項を選択する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

6-1 （評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。 
   

6-2 （評価について）適切なオリエンテーションを実施す
る。 

   

6-3 選択した評価内容（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）を実施する。 

   

12-1 （作業療法実施に当たり）他部⾨や対象者および家
族との連絡調整（時間・場所・⼈）をする。 

   

12-2 連絡調整した内容に沿って環境を整える。 
   

14-3 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）
安全性を確保する。 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：総合実習Ⅰ 

 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

2-3 対象者および家族の訴えに応える。 
   

11-4 他部⾨と連絡調整をする。 
   

25-6 ⾃ら報告・連絡・相談を⾏う。 
   

認知領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

13-1 作業療法⽬標について説明し、了承を得る。 
   

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得
る。 

   

13-3 （治療・指導・援助）⽬的について説明し、了承を得
る。 

   

16-1 再評価の必要性について説明する。 
   

16-2 再評価の⼿段を選択する。 
   

18-1 全体像の変化を説明する。 
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【感想】 

 

 

  

18-2 実施内容の成果を説明する。 
   

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。 

   

22-3 他職種と作業療法⼠との関係を説明する。 
   

23-1 作業療法に関連する精度について説明する。 
   

23-2 指⽰、記録、診療報酬請求などについて説明する。 
   

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施す
る。 

   

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要
点（ポイント）を押さえて実施する。 

   

17-1 再評価を実施する。 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：総合実習Ⅱ 

 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

2-3 対象者および家族の訴えに応える。 
   

11-4 他部⾨と連絡調整をする。 
   

25-6 ⾃ら報告・連絡・相談を⾏う。 
   

認知領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

13-1 作業療法⽬標について説明し、了承を得る。 
   

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得
る。 

   

13-3 （治療・指導・援助）⽬的について説明し、了承を得
る。 

   

16-1 再評価の必要性について説明する。 
   

16-2 再評価の⼿段を選択する。 
   

18-1 全体像の変化を説明する。 
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【感想】 

 

 
  

18-2 実施内容の成果を説明する。 
   

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。 

   

22-3 他職種と作業療法⼠との関係を説明する。 
   

23-1 作業療法に関連する精度について説明する。 
   

23-2 指⽰、記録、診療報酬請求などについて説明する。 
   

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施す
る。 

   

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要
点（ポイント）を押さえて実施する。 

   

17-1 再評価を実施する。 
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臨地実務実習 ⾃⼰評価表：地域実習 

 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名  

 
中間評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 
最終評価記⼊⽇      年    ⽉    ⽇ 

 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

2-3 対象者および家族の訴えに応える。 
   

11-4 他部⾨と連絡調整をする。 
   

25-6 ⾃ら報告・連絡・相談を⾏う。 
   

認知領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

13-1 作業療法⽬標について説明し、了承を得る。 
   

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得
る。 

   

13-3 （治療・指導・援助）⽬的について説明し、了承を得
る。 

   

16-1 再評価の必要性について説明する。 
   

16-2 再評価の⼿段を選択する。 
   

18-1 全体像の変化を説明する。 
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【感想】 

 

 

18-2 実施内容の成果を説明する。 
   

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。 

   

22-3 他職種と作業療法⼠との関係を説明する。 
   

23-1 作業療法に関連する精度について説明する。 
   

23-2 指⽰、記録、診療報酬請求などについて説明する。 
   

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。 
   

精神運動領域 
中間 
評価 

最終 
評価 

確認欄 

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施す
る。 

   

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要
点（ポイント）を押さえて実施する。 

   

17-1 再評価を実施する。 
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臨地実務実習 指導者評価表：体験実習Ⅰ

記⼊⽇： 年 ⽉ ⽇

学籍番号 学⽣⽒名

実習施設名 実習指導者⽒名 印

【出席状況】
実習期間 年 ⽉ ⽇ ~ 年 ⽉ ⽇

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇

【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。
S：助⾔・指導なしでも、実施することができる
A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる
B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる
C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない
D：まったく、実施することができない

情意領域
施設
担当

科⽬
担当

確認欄

1-1 時間や約束を守る。

1-2 その場にふさわしい服装や⾝なりを整える。

1-3 礼儀正しい⾏動をとる。

1-4 公私を区別する。

1-5 守秘義務を果たす。

4-4 必要に応じて質問する。

25-1 ⾃ら疑問点を尋ねる。

25-2 ⾃らわかったことを表現する。

認知領域
施設
担当

科⽬
担当

確認欄

3-2 関係職種の中での作業療法⼠の役割を説明する。

1

【資料26】



 

 
【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 

  

22-1 地域における施設の役割について説明する。 
   

22-2 施設における作業療法⼠の役割について説明する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

― 
   

2



 

臨地実務実習 指導者評価表：体験実習Ⅱ 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

1-1 時間や約束を守る。 
   

1-2 その場にふさわしい服装や⾝なりを整える。 
   

1-3 礼儀正しい⾏動をとる。 
   

1-4 公私を区別する。 
   

1-5 守秘義務を果たす。 
   

4-4 必要に応じて質問する。 
   

25-1 ⾃ら疑問点を尋ねる。 
   

25-2 ⾃らわかったことを表現する。 
   

認知領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

3-2 関係職種の中での作業療法⼠の役割を説明する。 
   

3



 

 
【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 

  

22-1 地域における施設の役割について説明する。 
   

22-2 施設における作業療法⼠の役割について説明する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

― 
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臨地実務実習 指導者評価表：評価実習Ⅰ 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

25-3 対象者および家族に配慮する。 
   

25-4 ⾃ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する。 
   

2-1 対象者および家族の訴えを聞く。 
   

25-5 ⾃ら関連職種との情報交換や、⽂献や資料の収集の準
備を⾏う。 

   

3-3 関連職種と情報交換を⾏う。 
   

4-2 必要に応じて⽂献や資料を収集する。 
   

21-2 選択した必要な事項を報告する。 
   

認知領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

2-2 対象者および家族の訴えを説明する。 
   

3-1 職員、関係スタッフの役割を説明する。 
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4-1 疑問点を列挙する。 
   

4-3 集めた⽂献や資料を理解する。 
   

4-5 ⾃分の意⾒を述べる。 
   

5-1 評価内容を想起する。 
   

5-2 評価⼿段を選択する。 
   

5-3 選択した評価⼿段（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）の実施計画を⽴てる。 

   

5-4 評価⼿順と期間について計画を⽴てる。 
   

7-1 「⼼⾝機能と⾝体構造」について列挙する。 
   

7-2 「活動と参加」について列挙する。 
   

7-3 「環境因⼦と個⼈因⼦」を列挙する。 
   

7-4 「⽣活機能と障害」の相互関係をまとめる。 
   

8-1 将来の⽣活に影響する環境因⼦と個⼈因⼦を説明す
る。 

   

8-2 リハビリテーションゴールを説明する。 
   

9-1 「肯定的側⾯と否定的側⾯」を抽出する。 
   

9-2 抽出した各側⾯（肯定的側⾯と否定的側⾯）に優先順
位をつける。 

   

10-1 リハビリテーションゴールに沿った作業療法⽬標
（⻑期⽬標・短期⽬標）を設定する。 

   

10-2 ⻑期⽬標と短期⽬標を関連付けて設定する。 
   

10-3 対象者と家族と⽬標を共有する（説明して、同意を得
る）。 

   

11-1 （治療・指導・援助の）優先順位を設定する。 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

  

11-2 （治療・指導・援助の）リスクを説明する。 
   

11-3 ⽬標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する。 
   

14-2 （計画に沿った治療・指導・援助について）対象者
の反応から実施内容の適否を判断する（予測する） 

   

15-1 （実施中の対象者の）状況変化に気づく。 
   

15-2 状況の変化に応じて実施内容を変更する。 
   

20-1 記録すべき必要な事項を選択する。 
   

20-2 選択した必要は事項を記録する。 
   

21-1 報告すべき必要な事項を選択する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

6-1 （評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。 
   

6-2 （評価について）適切なオリエンテーションを実施す
る。 

   

6-3 選択した評価内容（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）を実施する。 

   

12-1 （作業療法実施に当たり）他部⾨や対象者および家
族との連絡調整（時間・場所・⼈）をする。 

   

12-2 連絡調整した内容に沿って環境を整える。 
   

14-3 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）
安全性を確保する。 
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臨地実務実習 指導者評価表：評価実習Ⅱ 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

25-3 対象者および家族に配慮する。 
   

25-4 ⾃ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する。 
   

2-1 対象者および家族の訴えを聞く。 
   

25-5 ⾃ら関連職種との情報交換や、⽂献や資料の収集の準
備を⾏う。 

   

3-3 関連職種と情報交換を⾏う。 
   

4-2 必要に応じて⽂献や資料を収集する。 
   

21-2 選択した必要な事項を報告する。 
   

認知領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

2-2 対象者および家族の訴えを説明する。 
   

3-1 職員、関係スタッフの役割を説明する。 
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4-1 疑問点を列挙する。 
   

4-3 集めた⽂献や資料を理解する。 
   

4-5 ⾃分の意⾒を述べる。 
   

5-1 評価内容を想起する。 
   

5-2 評価⼿段を選択する。 
   

5-3 選択した評価⼿段（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）の実施計画を⽴てる。 

   

5-4 評価⼿順と期間について計画を⽴てる。 
   

7-1 「⼼⾝機能と⾝体構造」について列挙する。 
   

7-2 「活動と参加」について列挙する。 
   

7-3 「環境因⼦と個⼈因⼦」を列挙する。 
   

7-4 「⽣活機能と障害」の相互関係をまとめる。 
   

8-1 将来の⽣活に影響する環境因⼦と個⼈因⼦を説明す
る。 

   

8-2 リハビリテーションゴールを説明する。 
   

9-1 「肯定的側⾯と否定的側⾯」を抽出する。 
   

9-2 抽出した各側⾯（肯定的側⾯と否定的側⾯）に優先順
位をつける。 

   

10-1 リハビリテーションゴールに沿った作業療法⽬標
（⻑期⽬標・短期⽬標）を設定する。 

   

10-2 ⻑期⽬標と短期⽬標を関連付けて設定する。 
   

10-3 対象者と家族と⽬標を共有する（説明して、同意を得
る）。 

   

11-1 （治療・指導・援助の）優先順位を設定する。 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

  

11-2 （治療・指導・援助の）リスクを説明する。 
   

11-3 ⽬標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する。 
   

14-2 （計画に沿った治療・指導・援助について）対象者
の反応から実施内容の適否を判断する（予測する） 

   

15-1 （実施中の対象者の）状況変化に気づく。 
   

15-2 状況の変化に応じて実施内容を変更する。 
   

20-1 記録すべき必要な事項を選択する。 
   

20-2 選択した必要は事項を記録する。 
   

21-1 報告すべき必要な事項を選択する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

6-1 （評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。 
   

6-2 （評価について）適切なオリエンテーションを実施す
る。 

   

6-3 選択した評価内容（情報収集・⾯接・観察・検査測
定）を実施する。 

   

12-1 （作業療法実施に当たり）他部⾨や対象者および家
族との連絡調整（時間・場所・⼈）をする。 

   

12-2 連絡調整した内容に沿って環境を整える。 
   

14-3 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）
安全性を確保する。 
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臨地実務実習 指導者評価表：総合実習Ⅰ 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

2-3 対象者および家族の訴えに応える。 
   

11-4 他部⾨と連絡調整をする。 
   

25-6 ⾃ら報告・連絡・相談を⾏う。 
   

認知領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

13-1 作業療法⽬標について説明し、了承を得る。 
   

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得
る。 

   

13-3 （治療・指導・援助）⽬的について説明し、了承を得
る。 

   

16-1 再評価の必要性について説明する。 
   

16-2 再評価の⼿段を選択する。 
   

18-1 全体像の変化を説明する。 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 
  

18-2 実施内容の成果を説明する。 
   

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。 

   

22-3 他職種と作業療法⼠との関係を説明する。 
   

23-1 作業療法に関連する精度について説明する。 
   

23-2 指⽰、記録、診療報酬請求などについて説明する。 
   

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施す
る。 

   

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要
点（ポイント）を押さえて実施する。 

   

17-1 再評価を実施する。 
   

12



 

臨地実務実習 指導者評価表：総合実習Ⅱ 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

2-3 対象者および家族の訴えに応える。 
   

11-4 他部⾨と連絡調整をする。 
   

25-6 ⾃ら報告・連絡・相談を⾏う。 
   

認知領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

13-1 作業療法⽬標について説明し、了承を得る。 
   

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得
る。 

   

13-3 （治療・指導・援助）⽬的について説明し、了承を得
る。 

   

16-1 再評価の必要性について説明する。 
   

16-2 再評価の⼿段を選択する。 
   

18-1 全体像の変化を説明する。 
   

13



 

 
【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 
  

18-2 実施内容の成果を説明する。 
   

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。 

   

22-3 他職種と作業療法⼠との関係を説明する。 
   

23-1 作業療法に関連する精度について説明する。 
   

23-2 指⽰、記録、診療報酬請求などについて説明する。 
   

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施す
る。 

   

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要
点（ポイント）を押さえて実施する。 

   

17-1 再評価を実施する。 
   

14



 

臨地実務実習 指導者評価表：地域実習 

記⼊⽇：   年   ⽉   ⽇ 

学籍番号  学⽣⽒名  

実習施設名                実習指導者⽒名 印 

【出席状況】 
実習期間 年   ⽉   ⽇ ~   年   ⽉   ⽇ 

総実習⽇数 ⽇ 出席⽇数 ⽇ ⽋席⽇数 ⽇ 
 
【成績評価基準】評価基準は以下の通りである。 
 S：助⾔・指導なしでも、実施することができる  
 A：適宜の助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 B：多くの助⾔・指導を必要とするが、実施することができる  
 C：助⾔・指導を必要としたが、実施することができない 
 D：まったく、実施することができない 
 

情意領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

2-3 対象者および家族の訴えに応える。 
   

11-4 他部⾨と連絡調整をする。 
   

25-6 ⾃ら報告・連絡・相談を⾏う。 
   

認知領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

13-1 作業療法⽬標について説明し、了承を得る。 
   

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得
る。 

   

13-3 （治療・指導・援助）⽬的について説明し、了承を得
る。 

   

16-1 再評価の必要性について説明する。 
   

16-2 再評価の⼿段を選択する。 
   

18-1 全体像の変化を説明する。 
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【指導者からのコメント】（実習態度：積極性、誠実性、マナーなどを含む） 

 

 

18-2 実施内容の成果を説明する。 
   

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。 

   

22-3 他職種と作業療法⼠との関係を説明する。 
   

23-1 作業療法に関連する精度について説明する。 
   

23-2 指⽰、記録、診療報酬請求などについて説明する。 
   

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。 
   

精神運動領域 
施設 
担当 

科⽬ 
担当 

確認欄 

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施す
る。 

   

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要
点（ポイント）を押さえて実施する。 

   

17-1 再評価を実施する。 
   

16



1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
3
5

同
善

会
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

1
2
-
1
2

1
A

2
1
5
8

同
善

病
院

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

7
-
5

1
B

3
1
0
6

明
理

会
中

央
総

合
病

院
1
1
4
-
0
0
0
1

東
京

都
北

区
東

十
条

3
-
2
-

1
1

1
C

4
1
1
5

赤
羽

整
形

リ
ウ

マ
チ

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

1
-
1
7
-

8
1

D

5
1
7
7

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

6
-
3
7
-

1
2

2
E

6
7
2

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-

1
2

2
D

7
1
7
0

東
京

都
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
3
1
-
0
0
3
4

東
京

都
墨

田
区

堤
通

2
-
1
4
-

1
1

D

8
8
4

松
江

病
院

1
3
2
-
0
0
2
5

東
京

都
江

戸
川

区
松

江
2
-

6
-
1
5

1
D

9
7
3

蒲
田

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
4
3
-
0
0
1
5

東
京

都
大

田
区

大
森

西
4
-

1
4
-
5

2
C

1
0

1
0
4

牧
田

総
合

病
院

蒲
田

分
院

1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-

2
2
-
1

1
C

1
1

9
6

田
園

調
布

中
央

病
院

1
4
5
-
0
0
7
1

東
京

都
大

田
区

田
園

調
布

2
-
4
3
-
1

1
C

1
2

2
5

厚
生

中
央

病
院

1
5
3
-
8
5
8
1

東
京

都
目

黒
区

三
田

1
-
1
1
-

7
1

F

1
3

2
総

合
東

京
病

院
1
6
5
-
8
9
0
6

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-

1
5
-
2

1
F

1
4

1
3
2

河
北

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-

9
-
2
7

1
F

1
5

1
2
4

河
北

総
合

病
院

1
6
6
-
8
5
8
8

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

1
B

1
6

1
0
7

浴
風

会
病

院
1
6
8
-
8
5
3
5

東
京

都
杉

並
区

高
井

戸
西

1
-
1
2
-
1

1
B

1
7

9
辻

内
科

循
環

器
科

歯
科

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
7
8
-
0
0
6
1

東
京

都
練

馬
区

大
泉

学
園

町
8
-
2
4
-
2
5

1
B

1
8

3
6

た
い

ら
整

形
外

科
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
7
6

東
京

都
練

馬
区

土
支

田
2
-

2
9
-
1
9

2
C

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
評

価
実

習
」

4
年

次
前

期
：

8
週

間

4
月

5
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

A B C D E F

佐
藤

　
政

広

重
國

　
宏

次

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

有
本

　
邦

洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢

　
暢

久

中
村

　
泰

規

1

【資料27】



1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
評

価
実

習
」

4
年

次
前

期
：

8
週

間

4
月

5
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
9

1
0
1

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-

1
-
3
3

1
C

2
0

1
4
2

さ
い

と
う

整
形

外
科

　
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

科
1
8
0
-
0
0
2
1

東
京

都
武

蔵
野

市
桜

提
2
-

7
-
2
7
　

メ
デ

ィ
シ

ャ
ト

ル
桜

提
1

C

2
1

3
1

サ
ウ

ス
ポ

イ
ン

ト
M
Y
 
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
8
1
-
0
0
1
3

東
京

都
三

鷹
市

下
連

雀
3
-

4
3
-
2
3
 
サ

ウ
ス

ポ
イ

ン
ト

三
鷹

2
・

3
 
階

1
E

2
2

7
9

国
分

寺
病

院
1
8
5
-
0
0
1
4

東
京

都
国

分
寺

市
東

恋
ヶ

窪
4
-
2
-
2

2
E

2
3

1
8
6

緑
成

会
病

院
1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
−
1

2
E

2
4

9
8

八
王

子
山

王
病

院
1
9
2
-
0
0
4
2

東
京

都
八

王
子

市
中

野
山

王
2
-
1
5
-
1
6

1
F

2
5

6
多

摩
丘

陵
病

院
1
9
4
-
0
2
9
7

東
京

都
町

田
市

下
小

山
田

町
1
4
9
1

2
F

2
6

9
2

大
聖

病
院

1
9
7
-
0
0
1
1

東
京

都
福

生
市

福
生

8
7
1

2
A

2
7

7
8

厚
生

荘
病

院
2
0
6
-
0
0
0
1

東
京

都
多

摩
市

和
田

1
5
4
7

1
A

2
8

1
3
8

天
本

病
院

2
0
6
-
0
0
3
6

東
京

都
多

摩
市

中
沢

2
-
5
-
1

1
A

2
9

1
1
4

東
大

和
病

院
2
0
7
-
0
0
1
4

東
京

都
東

大
和

市
南

街
1
-

1
3
-
1
2

1
B

3
0

9
9

武
蔵

村
山

病
院

2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-

1
-
5

4
B

3
1

1
5
9

川
崎

病
院

2
1
0
-
0
0
1
3
 
神

奈
川

県
川

崎
市

川
崎

区
新

川
通

1
2
-
1

2
C

3
2

2
1

川
崎

協
同

病
院

2
1
1
-
0
8
3
3

神
奈

川
県

川
崎

市
川

崎
区

桜
本

2
-
1
-
5

1
C

3
3

7
麻

生
リ

ハ
ビ

リ
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
1

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

上
麻

生
6
-
2
3
-
5
0

2
C

3
4

1
1
3

新
百

合
ヶ

丘
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
6

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

古
沢

字
都

古
2
5
5

3
A

3
5

7
6

戸
塚

共
立

第
2
病

院
2
4
4
-
0
8
1
7

神
奈

川
県

横
浜

市
戸

塚
区

吉
田

町
5
7
9
-
1

1
A

3
6

4
1

千
葉

み
な

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
6
0
-
0
0
2
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
中

央
港

1
-
1
7
-
1
8

1
B

A B C D E F

佐
藤

　
政

広

重
國

　
宏

次

【
実
習

巡
回
指

導
教
員

】

有
本

　
邦

洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢

　
暢

久

中
村

　
泰

規

2



1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
評

価
実

習
」

4
年

次
前

期
：

8
週

間

4
月

5
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

3
7

1
6
0

船
橋

市
立

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
3
-
0
8
6
6

千
葉

県
船

橋
市

夏
見

台
4
-

2
6
−
1

1
A

3
8

3
4

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉

県
船

橋
市

豊
富

町
6
9
6
-
1

1
A

3
9

1
5
0

安
東

病
院

3
3
3
-
0
8
6
6

埼
玉

県
川

口
市

芝
3
-
7
-
1
2

1
D

4
0

4
大

宮
共

立
病

院
3
3
7
-
0
0
2
4

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

見
沼

区
片

柳
1
5
5
0

1
E

4
1

1
4
8

ク
リ

ニ
カ

ル
病

院
3
3
9
-
0
0
7
7
 
 
 
埼

玉
県

さ
い

た
ま

市
岩

槻
区

馬
込

2
3
4

1
E

4
2

1
8
5

鳳
永

病
院

3
4
0
-
0
0
2
8

埼
玉

県
草

加
市

谷
塚

2
-
1
2
-

1
5

2
E

4
3

2
9

埼
玉

医
科

大
学

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

3
5
0
-
8
5
5
0

埼
玉

県
川

越
市

鴨
田

1
9
8
1

4
C

4
4

1
0
5

堀
ノ

内
病

院
3
5
2
-
0
0
2
3

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-

9
-
3
1

4
C

4
5

5
3

富
家

病
院

3
5
6
-
0
0
5
1

埼
玉

県
ふ

じ
み

野
市

亀
久

保
2
1
9
7

1
C

4
6

4
4

所
沢

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
3
5
9
-
0
0
0
2

埼
玉

県
所

沢
市

中
富

1
0
1
6

1
F

4
7

5
1

東
所

沢
病

院
3
5
9
-
0
0
1
3

埼
玉

県
所

沢
市

城
4
3
5
-
1

1
F

4
8

2
4

圏
央

所
沢

病
院

3
5
9
-
1
1
0
6

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
9
2
-
1

2
F

4
9

1
8
4

明
生

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
3
5
9
-
1
1
0
6

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
8
1
-
2

1
A

5
0

4
5

所
沢

ロ
イ

ヤ
ル

病
院

3
5
9
-
1
1
5
2

埼
玉

県
所

沢
市

北
野

3
-
1
-

1
1

5
A

5
1

8
ハ

ー
ネ

ス
ト

訪
問

看
護

リ
ハ

ビ
リ

ス
テ

ー
シ

ョ
ン

加
須

3
4
7
-
0
0
6
1

埼
玉

県
加

須
市

 
諏

訪
2
-
3
-

1
　

福
田

ビ
ル

1
F

1
B

5
2

3
8

秩
父

市
立

病
院

3
6
8
-
0
0
2
5

埼
玉

県
秩

父
市

桜
木

町
8
-
9

1
E

5
3

3
0

埼
玉

セ
ン

ト
ラ

ル
病

院
3
5
4
-
0
0
4
5

埼
玉

県
入

間
郡

三
芳

町
上

富
2
1
7
7

1
F

A B C D E F

佐
藤

　
政

広

重
國

　
宏

次

【
実
習

巡
回
指

導
教
員

】

有
本

　
邦

洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢

　
暢

久

中
村

　
泰

規

3



5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
3
5

同
善

会
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

1
2
-
1
2

1
A

2
1
5
8

同
善

病
院

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

7
-
5

1
B

3
9
1

台
東

区
立

 
台

東
病

院
1
1
1
-
0
0
3
1

東
京

都
台

東
区

千
束

3
-
2
0
-

5
1

C

4
4
8

日
本

医
科

大
学

付
属

病
院

1
1
3
-
8
6
0
3

東
京

都
文

京
区

千
駄

木
1
-

1
-
5

2
D

5
1
0
6

明
理

会
中

央
総

合
病

院
1
1
4
-
0
0
0
1

東
京

都
北

区
東

十
条

3
-
2
-

1
1

1
E

6
1
1
5

赤
羽

整
形

リ
ウ

マ
チ

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

1
-
1
7
-

8
1

F

7
1
7
7

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

6
-
3
7
-

1
2

2
C

8
7
0

苑
田

会
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
2
0
-
0
0
0
6

東
京

都
足

立
区

谷
中

5
-
9
-

1
1

1
C

9
1
2
0

イ
ム

ス
東

京
葛

飾
総

合
病

院
1
2
4
-
0
0
2
5

東
京

都
葛

飾
区

西
新

小
岩

4
-
1
8
-
1

1
C

1
0

7
2

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-

1
2

2
D

1
1

1
7
0

東
京

都
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
3
1
-
0
0
3
4

東
京

都
墨

田
区

堤
通

2
-
1
4
-

1
1

D

1
2

8
4

松
江

病
院

1
3
2
-
0
0
2
5

東
京

都
江

戸
川

区
松

江
2
-

6
-
1
5

1
D

1
3

1
8
7

東
京

脳
神

経
セ

ン
タ

ー
病

院
1
3
4
-
8
6
0
8

東
京

都
江

戸
川

区
西

葛
西

7
-
1
2
-
7

1
F

1
4

1
5
1

あ
そ

か
病

院
1
3
5
-
0
0
0
2

東
京

都
江

東
区

住
吉

1
-
1
8
-

1
1

A

1
5

7
3

蒲
田

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
4
3
-
0
0
1
5

東
京

都
大

田
区

大
森

西
4
-

1
4
-
5

2
A

1
6

1
0
4

牧
田

総
合

病
院

蒲
田

分
院

1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-

2
2
-
1

1
A

1
7

9
6

田
園

調
布

中
央

病
院

1
4
5
-
0
0
7
1

東
京

都
大

田
区

田
園

調
布

2
-
4
3
-
1

1
B

1
8

2
5

厚
生

中
央

病
院

1
5
3
-
8
5
8
1

東
京

都
目

黒
区

三
田

1
-
1
1
-

7
1

B

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

A B C D E F

佐
藤

　
政

広

重
國
　

宏
次

【
実

習
巡

回
指

導
教
員

】

有
本
　

邦
洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢

　
暢

久

中
村
　

泰
規

4



5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

1
9

1
3
4

駒
沢

病
院

1
5
4
-
0
0
1
2

東
京

都
世

田
谷

区
駒

沢
2
-

2
-
1
5

1
B

2
0

1
3
1

介
護

老
人

保
健

施
設

　
ビ

バ
・

フ
ロ

ー
ラ

1
5
4
-
0
0
1
7

東
京

都
世

田
谷

区
世

田
谷

1
-
1
6
-
2

1
C

2
1

8
7

成
城

リ
ハ

ケ
ア

病
院

1
5
7
-
0
0
7
2

東
京

都
世

田
谷

区
祖

師
谷

3
-
8
-
7

1
C

2
2

9
3

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京

都
中

野
区

中
野

5
-
4
4
-

7
1

C

2
3

4
7

新
渡

戸
記

念
中

野
総

合
病

院
1
6
4
-
8
6
0
7

東
京

都
中

野
区

中
央

4
-
5
9
-

1
6

1
E

2
4

1
6
9

東
京

総
合

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

　
江

古
田

の
森

1
6
5
-
0
0
2
2

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-

1
4
-
1
9

1
E

2
5

2
総

合
東

京
病

院
1
6
5
-
8
9
0
6

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-

1
5
-
2

1
E

2
6

1
3
2

河
北

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-

9
-
2
7

1
F

2
7

1
2
4

河
北

総
合

病
院

1
6
6
-
8
5
8
8

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

1
F

2
8

1
0
7

浴
風

会
病

院
1
6
8
-
8
5
3
5

東
京

都
杉

並
区

高
井

戸
西

1
-
1
2
-
1

1
F

2
9

8
2

助
川

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
6
9
-
0
0
7
5

東
京

都
新

宿
区

高
田

馬
場

1
-
5
-
1
0

1
A

3
0

1
8
2

心
身

障
害

児
総

合
医

療
療

育
セ

ン
タ

ー
1
7
3
-
0
0
3
7

東
京

都
板

橋
区

小
茂

根
1
-
1

−
1
0

4
A

3
1

1
1
6

小
豆

沢
病

院
1
7
4
-
0
0
5
1

東
京

都
板

橋
区

小
豆

沢
1
-

6
-
8

1
A

3
2

1
2
9

東
武

練
馬

中
央

病
院

1
7
5
-
0
0
8
3

東
京

都
板

橋
区

徳
丸

3
-
1
9
−

1
1

B

3
3

1
6
3

慈
誠

会
成

増
病

院
1
7
5
-
0
0
9
4

東
京

都
板

橋
区

成
増

3
-
3
9
−

5
1

B

3
4

9
辻

内
科

循
環

器
科

歯
科

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
7
8
-
0
0
6
1

東
京

都
練

馬
区

大
泉

学
園

町
8
-
2
4
-
2
5

1
B

3
5

4
9

練
馬

光
が

丘
病

院
1
7
9
-
0
0
7
2

東
京

都
練

馬
区

光
が

丘
2
-

1
1
-
1

1
C

3
6

3
6

た
い

ら
整

形
外

科
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
7
6

東
京

都
練

馬
区

土
支

田
2
-

2
9
-
1
9

4
C

3
7

1
0
1

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-

1
-
3
3

1
C

A B C D E F

佐
藤

　
政

広

重
國
　

宏
次

【
実

習
巡

回
指

導
教
員

】

有
本
　

邦
洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢

　
暢

久

中
村
　

泰
規

5



5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

3
8

5
8

む
さ

し
の

共
立

診
療

所
1
8
0
-
0
0
1
3

東
京

都
武

蔵
野

市
西

久
保

2
-
1
7
-
1
1

1
A

3
9

1
4
2

さ
い

と
う

整
形

外
科

　
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

科
1
8
0
-
0
0
2
1

東
京

都
武

蔵
野

市
桜

提
2
-

7
-
2
7
　

メ
デ

ィ
シ

ャ
ト

ル
桜

提
1

A

4
0

1
0
9

介
護

老
人

保
健

施
設

　
ふ

れ
あ

い
の

里
1
8
3
-
0
0
1
2

東
京

都
府

中
市

押
立

町
1
-

9
-
1

2
B

4
1

1
2
8

小
金

井
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
8
4
-
0
0
1
3

東
京

都
小

金
井

市
前

原
町

1
-
3
-
2

1
B

4
2

7
9

国
分

寺
病

院
1
8
5
-
0
0
1
4

東
京

都
国

分
寺

市
東

恋
ヶ

窪
4
-
2
-
2

2
B

4
3

1
0
8

緑
成

会
整

育
園

1
8
7
-
0
0
3
2

東
京

都
小

平
市

小
川

町
1
-

7
4
1
-
3
4

1
D

4
4

1
8
6

緑
成

会
病

院
1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
−
1

2
D

4
5

6
9

立
川

介
護

老
人

保
健

施
設

わ
か

ば
1
9
0
-
0
0
0
1

東
京

都
立

川
市

若
葉

町
3
-

4
5
-
2

2
E

4
6

9
8

八
王

子
山

王
病

院
1
9
2
-
0
0
4
2

東
京

都
八

王
子

市
中

野
山

王
2
-
1
5
-
1
6

1
E

4
7

9
7

東
京

天
使

病
院

1
9
3
-
0
8
1
1

東
京

都
八

王
子

市
上

壱
分

方
町

5
0
-
1

1
E

4
8

6
7

介
護

老
人

保
健

施
設

　
マ

イ
ラ

イ
フ

尾
根

道
1
9
4
-
0
2
1
3

東
京

都
町

田
市

常
磐

町
3
5
4
7
-
2

2
C

4
9

6
多

摩
丘

陵
病

院
1
9
4
-
0
2
9
7

東
京

都
町

田
市

下
小

山
田

町
1
4
9
1

2
C

5
0

9
2

大
聖

病
院

1
9
7
-
0
0
1
1

東
京

都
福

生
市

福
生

8
7
1

2
F

5
1

7
8

厚
生

荘
病

院
2
0
6
-
0
0
0
1

東
京

都
多

摩
市

和
田

1
5
4
7

1
A

5
2

1
3
8

天
本

病
院

2
0
6
-
0
0
3
6

東
京

都
多

摩
市

中
沢

2
-
5
-
1

1
A

5
3

1
1
4

東
大

和
病

院
2
0
7
-
0
0
1
4

東
京

都
東

大
和

市
南

街
1
-

1
3
-
1
2

1
B

5
4

9
9

武
蔵

村
山

病
院

2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-

1
-
5

4
B

5
5

1
5
9

川
崎

病
院

2
1
0
-
0
0
1
3
 
神

奈
川

県
川

崎
市

川
崎

区
新

川
通

1
2
-
1

2
C

5
6

7
麻

生
リ

ハ
ビ

リ
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
1

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

上
麻

生
6
-
2
3
-
5
0

1
C

A B C D E F

佐
藤
　
政
広

重
國

　
宏

次

【
実
習

巡
回

指
導
教

員
】

有
本

　
邦

洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢
　
暢
久

中
村

　
泰

規

6



5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

5
7

4
大

宮
共

立
病

院
3
3
7
-
0
0
2
4

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

見
沼

区
片

柳
1
5
5
0

1
E

5
8

5
八

潮
中

央
総

合
病

院
3
4
0
-
0
8
1
4

埼
玉

県
八

潮
市

南
川

崎
8
4
5

1
F

5
9

1
8

春
日

部
中

央
総

合
病

院
3
4
4
-
0
0
6
3

埼
玉

県
春

日
部

市
緑

町
5
-

9
-
4

1
F

A B C D E F

佐
藤

　
政

広

重
國
　

宏
次

【
実

習
巡

回
指

導
教
員

】

有
本
　

邦
洋

　
加

藤
　

剛
平

　

大
矢

　
暢

久

中
村
　

泰
規

7



2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

1
1
3
8
同

善
病

院
1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-
7
-
5

1
A

2
2
8

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-
1
2

2
A

3
1
7
4
王

子
生

協
病

院
1
1
4
-
0
0
0
3

東
京

都
北

区
豊

島
3
-
4
-
1
5

1
B

4
1
3
9
大

橋
病

院
1
1
5
-
0
0
5
4

東
京

都
北

区
桐

ヶ
丘

1
-
2
2
-
1

1
B

5
9
4

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

6
-
3
7
-
1
2

1
B

6
1
0
5
牧

田
総

合
病

院
1
4
3
-
0
0
1
6

東
京

都
大

田
区

大
森

北
1
-
3
4
-
6

1
C

7
1
0
6
牧

田
総

合
病

院
蒲

田
分

院
1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-
2
2
-
1

1
C

8
4
0

初
台

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
5
1
-
0
0
7
1

東
京

都
渋

谷
区

本
町

3
-
5
3
-
3

6
E

9
1
3
4
在

宅
総

合
ケ

ア
セ

ン
タ

ー
成

城
1
5
7
-
0
0
7
2

東
京

都
世

田
谷

区
祖

師
谷

3
-
8
-
7

1
E

1
0

1
5
0
世

田
谷

記
念

病
院

1
5
8
-
0
0
9
2

東
京

都
世

田
谷

区
野

毛
2
-
3
0
-
1
0

1
E

1
1

2
4

河
北

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-
9
-
2
7

1
A

1
2

2
5

介
護

老
人

保
健

施
設

ウ
ェ

ル
フ

ァ
ー

1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-
6
-
6

1
A

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
月

2
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅰ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

1

【資料28】



2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
月

2
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅰ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

1
3

1
0
7
浴

風
会

病
院

1
6
8
-
8
5
3
5

東
京

都
杉

並
区

高
井

戸
西

1
-
1
2
-
1

1
A

1
4

6
2

東
京

都
健

康
長

寿
医

療
セ

ン
タ

ー
1
7
3
-
0
0
1
5

東
京

都
板

橋
区

栄
町

3
5
-
2

1
B

1
5

1
1
2
東

京
武

蔵
野

病
院

1
7
3
-
0
0
3
7

東
京

都
板

橋
区

小
茂

根
4
-
1
1
-
1
1

3
B

1
6

1
1
0
慈

誠
会

徳
丸

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
7
5
-
0
0
8
3

東
京

都
板

橋
区

徳
丸

2
-
8
-
2
0

1
B

1
7

1
8
5
成

増
厚

生
病

院
1
7
5
-
0
0
9
1

東
京

都
板

橋
区

三
園

1
-
1
9
-
1

1
B

1
8

7
3

陽
和

病
院

1
7
8
-
0
0
6
2

東
京

都
練

馬
区

大
泉

町
2
-
1
7
-
1

2
C

1
9

3
0

錦
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
8
2

東
京

都
練

馬
区

錦
1
-
1
4
-
2
0

1
C

2
0

7
0

平
和

台
介

護
老

人
保

健
施

設
ア

バ
ン

セ
1
7
9
-
0
0
8
3

東
京

都
練

馬
区

平
和

台
1
-
1
6
-
1
2

1
C

2
1

5
9

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京

都
中

野
区

中
野

5
-
4
4
-
7

1
D

2
2

9
5

総
合

東
京

病
院

1
6
5
-
0
0
2
2

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-
1
5
-
2

1
D

2
3

1
1
3
河

北
総

合
病

院
1
6
6
-
0
0
0
1

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

2
D

2
4

6
8

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-
1
-
3
3

1
E

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

2



2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
月

2
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅰ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
5

1
1
5
弘

済
ケ

ア
セ

ン
タ

ー
1
8
1
-
0
0
1
3

東
京

都
三

鷹
市

下
連

雀
5
-
2
-
5

1
E

2
6

4
3

小
平

中
央

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
8
7
-
0
0
1
1

東
京

都
小

平
市

鈴
木

町
1
-
1
4
6

1
A

2
7

1
1
4
南

台
病

院
1
8
7
-
0
0
3
2

東
京

都
小

平
市

小
川

町
1
-
4
8
5

2
A

2
8

1
8
7
緑

成
会

病
院

1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
-
1

1
A

2
9

1
0
2
日

の
出

ヶ
丘

病
院

1
9
0
-
0
1
8
1

東
京

都
西

多
摩

郡
日

の
出

町
大

久
野

3
1
0

1
B

3
0

6
あ

き
る

台
病

院
1
9
7
-
0
8
0
4

東
京

都
あ

き
る

野
市

秋
川

6
-
5
-
1

1
B

3
1

9
9

天
本

病
院

2
0
6
-
0
0
3
6

東
京

都
多

摩
市

中
沢

2
-
5
-
1

1
C

3
2

1
7
7
武

蔵
村

山
病

院
2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-
1
-
5

4
D

3
3

1
4

新
百

合
ヶ

丘
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
6

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

古
沢

都
古

2
5
5

1
E

3
4

3
6

紫
雲

会
横

浜
病

院
2
2
1
-
0
8
0
1

神
奈

川
県

横
浜

市
神

奈
川

区
神

大
寺

3
-
1
-
1
2

1
E

3
5

3
4

江
田

記
念

病
院

2
2
5
-
0
0
1
1

神
奈

川
県

横
浜

市
青

葉
区

あ
ざ

み
野

南
1
-
1

1
E

3
6

8
8

関
東

病
院

2
3
5
-
0
0
2
3

神
奈

川
県

横
浜

市
磯

子
区

森
1
-
1
6
-
2
6

1
A

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

3



2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
月

2
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅰ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

3
7

1
5
1
横

浜
旭

中
央

総
合

病
院

2
4
1
-
0
8
0
1

横
浜

市
旭

区
若

葉
台

4
-
2
0
-
1

1
A

3
8

1
1

介
護

老
人

保
健

施
設

ほ
ほ

え
み

の
郷

横
浜

2
4
1
-
0
8
0
6

神
奈

川
県

横
浜

市
旭

区
下

川
井

町
2
2
0
-
1

1
A

3
9

8
0

千
葉

み
な

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
6
0
-
0
0
2
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
中

央
港

1
-
1
7
-

1
8

2
B

4
0

1
8
6
東

京
湾

岸
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
7
5
-
0
0
2
6

千
葉

県
習

志
野

市
谷

津
4
-
1
-
1

1
B

4
1

1
3
5
秋

元
病

院
2
7
3
-
0
1
2
1

千
葉

県
鎌

ケ
谷

市
初

富
8
0
8
-
5
4

1
C

4
2

3
船

橋
総

合
病

院
2
7
3
-
0
8
6
4

千
葉

県
船

橋
市

北
本

町
1
-
1
3
-
1

1
C

4
3

5
1

船
橋

市
立

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
3
-
0
8
6
7

千
葉

県
船

橋
市

夏
見

台
4
-
2
6
-
1

6
E

4
4

7
9

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉

県
船

橋
市

豊
富

町
6
9
6
-
1

1
E

4
5

9
6

中
田

病
院

3
4
7
-
0
0
6
5

埼
玉

県
加

須
市

元
町

6
－

8
1

A

4
6

5
6

大
宮

共
立

病
院

3
3
7
-
0
0
2
4

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

見
沼

区
片

柳
1
5
5
0

1
B

4
7

1
5
3
安

東
病

院
3
3
3
-
0
8
6
6

埼
玉

県
川

口
市

芝
3
-
7
-
1
2

1
B

4
8

6
9

武
南

病
院

3
3
4
-
0
0
6
3

埼
玉

県
川

口
市

東
本

郷
2
0
2
6

1
C

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

4



2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
月

2
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅰ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

4
9

1
7
8
鳳

永
病

院
3
4
0
-
0
0
2
8

埼
玉

県
草

加
市

谷
塚

2
-
1
2
-
1
5

2
C

5
0

1
2
9
武

蔵
野

総
合

病
院

3
5
0
-
1
1
6
7

埼
玉

県
川

越
市

大
字

大
袋

新
田

9
7
7
-
9

1
D

5
1

7
2

堀
ノ

内
病

院
3
5
2
-
0
0
2
3
 

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-
9
-
3
1

2
D

5
2

6
3

東
所

沢
病

院
3
5
9
-
0
0
1
3

埼
玉

県
所

沢
市

城
4
3
5
-
1

1
E

5
3

1
8
8
明

生
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

3
5
9
-
1
1
0
6
 

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
8
1
-

2
1

E

5
4

4
2

所
沢

ロ
イ

ヤ
ル

病
院

3
5
9
-
1
1
5
2

埼
玉

県
所

沢
市

北
野

3
-
1
-
1
1

5
E

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

5



1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

1
4

イ
ム

ス
東

京
葛

飾
総

合
病

院
1
2
4
-
0
0
2
5

東
京

都
葛

飾
区

西
新

小
岩

4
-
1
8
-
1

1
A

2
2
8

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-
1
2

2
A

3
1
7
4
王

子
生

協
病

院
1
1
4
-
0
0
0
3

東
京

都
北

区
豊

島
3
-
4
-
1
5

1
B

4
1
3
9
大

橋
病

院
1
1
5
-
0
0
5
4

東
京

都
北

区
桐

ヶ
丘

1
-
2
2
-
1

1
B

5
9
4

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

6
-
3
7
-
1
2

1
B

6
1
0
6
牧

田
総

合
病

院
蒲

田
分

院
1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-
2
2
-
1

1
C

7
1
3
4
在

宅
総

合
ケ

ア
セ

ン
タ

ー
成

城
1
5
7
-
0
0
7
2

東
京

都
世

田
谷

区
祖

師
谷

3
-
8
-
7

1
E

8
1
5
0
世

田
谷

記
念

病
院

1
5
8
-
0
0
9
2

東
京

都
世

田
谷

区
野

毛
2
-
3
0
-
1
0

1
E

9
2
5

介
護

老
人

保
健

施
設

ウ
ェ

ル
フ

ァ
ー

1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-
6
-
6

1
A

1
0

1
2
6
慈

雲
堂

病
院

1
7
7
-
0
0
5
3

東
京

都
練

馬
区

関
町

南
4
-
1
4
-
5
3

1
A

1
1

1
1
2
東

京
武

蔵
野

病
院

1
7
3
-
0
0
3
7

東
京

都
板

橋
区

小
茂

根
4
-
1
1
-
1
1

3
B

1
2

1
8
5
成

増
厚

生
病

院
1
7
5
-
0
0
9
1

東
京

都
板

橋
区

三
園

1
-
1
9
-
1

1
B

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実
習

施
設

名
郵

便
番

号
所

在
地

学
生

人
数

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

6



1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実
習

施
設

名
郵

便
番

号
所

在
地

学
生

人
数

1
3

7
3

陽
和

病
院

1
7
8
-
0
0
6
2

東
京

都
練

馬
区

大
泉

町
2
-
1
7
-
1

2
C

1
4

3
0

錦
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
8
2

東
京

都
練

馬
区

錦
1
-
1
4
-
2
0

1
C

1
5

7
0

平
和

台
介

護
老

人
保

健
施

設
ア

バ
ン

セ
1
7
9
-
0
0
8
3

東
京

都
練

馬
区

平
和

台
1
-
1
6
-
1
2

3
C

1
6

5
9

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京

都
中

野
区

中
野

5
-
4
4
-
7

2
D

1
7

1
1
3
河

北
総

合
病

院
1
6
6
-
0
0
0
1

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

2
D

1
8

6
8

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-
1
-
3
3

1
E

1
9

1
1
5
弘

済
ケ

ア
セ

ン
タ

ー
1
8
1
-
0
0
1
3

東
京

都
三

鷹
市

下
連

雀
5
-
2
-
5

1
E

2
0

1
3
0
介

護
老

人
保

健
施

設
フ

ロ
リ

ー
ル

調
布

1
8
2
-
0
0
3
4

東
京

都
調

布
市

下
石

原
3
-
4
5
-
1

2
E

2
1

1
1
4
南

台
病

院
1
8
7
-
0
0
3
2

東
京

都
小

平
市

小
川

町
1
-
4
8
5

2
A

2
2

1
8
7
緑

成
会

病
院

1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
-
1

1
A

2
3

1
9
6
永

生
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
9
3
-
0
9
4
2

東
京

都
八

王
子

市
椚

田
町

5
8
8
-
1
7

3
B

2
4

6
あ

き
る

台
病

院
1
9
7
-
0
8
0
4

東
京

都
あ

き
る

野
市

秋
川

6
-
5
-
1

1
B

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

7



1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実
習

施
設

名
郵

便
番

号
所

在
地

学
生

人
数

2
5

4
7

青
梅

成
木

台
病

院
1
9
8
-
0
0
0
1

東
京

都
青

梅
市

成
木

1
-
4
4
7

1
C

2
6

1
7
7
武

蔵
村

山
病

院
2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-
1
-
5

4
D

2
7

1
4

新
百

合
ヶ

丘
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
6

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

古
沢

都
古

2
5
5

1
E

2
8

3
6

紫
雲

会
横

浜
病

院
2
2
1
-
0
8
0
1

神
奈

川
県

横
浜

市
神

奈
川

区
神

大
寺

3
-
1
-
1
2

1
E

2
9

8
生

田
病

院
2
4
1
-
0
0
3
7

神
奈

川
県

川
崎

市
多

摩
区

西
生

田
5
-

2
4
-
1

1
E

3
0

3
4

江
田

記
念

病
院

2
2
5
-
0
0
1
1

神
奈

川
県

横
浜

市
青

葉
区

あ
ざ

み
野

南
1
-
1

1
A

3
1

8
8

関
東

病
院

2
3
5
-
0
0
2
3

神
奈

川
県

横
浜

市
磯

子
区

森
1
-
1
6
-
2
6

2
A

3
2

1
9
7
あ

さ
ひ

の
丘

病
院

2
4
1
-
0
8
0
3

神
奈

川
県

横
浜

市
旭

区
川

井
本

町
1
2
8
-
1

1
A

3
3

1
1

介
護

老
人

保
健

施
設

ほ
ほ

え
み

の
郷

横
浜

2
4
1
-
0
8
0
6

神
奈

川
県

横
浜

市
旭

区
下

川
井

町
2
2
0
-
1

1
A

3
4

8
0

千
葉

み
な

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
6
0
-
0
0
2
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
中

央
港

1
-
1
7
-

1
8

2
B

3
5

5
8

中
村

古
峡

記
念

病
院

2
6
0
-
0
8
4
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
千

葉
寺

町
1
8
8

2
B

3
6

1
8
6
東

京
湾

岸
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
7
5
-
0
0
2
6

千
葉

県
習

志
野

市
谷

津
4
-
1
-
1

1
B

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

8



1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実
習

施
設

名
郵

便
番

号
所

在
地

学
生

人
数

3
7

2
0

松
戸

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
0
-
2
2
3
2

千
葉

県
松

戸
市

和
名

ヶ
谷

1
0
0
9
-
1

1
C

3
8

3
7

式
場

病
院

2
7
2
-
0
8
2
7

千
葉

県
市

川
市

国
府

台
6
-
1
-
1
4

1
C

3
9

1
3
5
秋

元
病

院
2
7
3
-
0
1
2
1

千
葉

県
鎌

ケ
谷

市
初

富
8
0
8
-
5
4

1
E

4
0

7
9

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉

県
船

橋
市

豊
富

町
6
9
6
-
1

1
E

4
1

9
6

中
田

病
院

3
4
7
-
0
0
6
5

埼
玉

県
加

須
市

元
町

6
－

8
2

A

4
2

9
2

埼
玉

医
科

大
学

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

3
5
0
-
0
8
4
4

埼
玉

県
川

越
市

鴨
田

1
9
8
1

5
B

4
3

8
6

霞
ヶ

関
南

病
院

3
5
0
-
1
1
7
3

埼
玉

県
川

越
市

安
比

奈
新

田
2
8
3
-
1

1
B

4
4

6
1

帝
京

大
学

ち
ば

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

2
9
9
-
0
1
1
1

千
葉

県
市

原
市

姉
崎

3
4
2
6
-
3

2
C

4
5

2
7

介
護

老
人

保
健

施
設

み
か

じ
ま

3
5
9
-
1
1
6
4

埼
玉

県
所

沢
市

三
ケ

島
5
-
1
6
3
6

1
D

4
6

3
1

圏
央

所
沢

病
院

3
5
9
-
1
1
0
6

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
9
2
-

1
1

D

4
7

4
2

所
沢

ロ
イ

ヤ
ル

病
院

3
5
9
-
1
1
5
2

埼
玉

県
所

沢
市

北
野

3
-
1
-
1
1

5
D

4
8

1
9
3
菅

野
病

院
3
5
1
-
0
1
1
4

埼
玉

県
和

光
市

本
町

2
8
-
1

2
E

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

9



1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実
習

施
設

名
郵

便
番

号
所

在
地

学
生

人
数

4
9

1
新

座
志

木
中

央
総

合
病

院
3
5
2
-
0
0
0
1

埼
玉

県
新

座
市

東
北

1
-
7
-
2

1
E

5
0

7
2

堀
ノ

内
病

院
3
5
2
-
0
0
2
3
 

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-
9
-
3
1

2
E

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

10



1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
3
8

同
善
病
院

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京
都
台
東
区
三
ノ
輪
2
-
7
-

5
1

A

2
6
4

日
本
医
科
大
学
付
属
病
院

1
1
3
-
0
0
2
2

東
京
都
文
京
区
千
駄
木
1
-
1
-

5
1

A

3
1
9
2

順
天
堂
医
院

1
1
3
-
0
0
3
3

東
京
都
文
京
区
本
郷
3
-
1
-
3

1
A

4
5

J
C
H
O
東
京
高
輪
病
院

1
0
8
-
8
6
0
6

東
京
都
港
区
高
輪
3
-
1
0
-
1
1

1
B

5
2
9

蒲
田
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
病
院

1
4
3
-
0
0
1
5

東
京
都
大
田
区
大
森
西
4
-

1
4
-
5

1
B

6
1
0
6

牧
田
総
合
病
院
蒲
田
分
院

1
4
4
-
0
0
5
1

東
京
都
大
田
区
西
蒲
田
4
-

2
2
-
1

1
B

7
1
7
4

王
子
生
協
病
院

1
1
4
-
0
0
0
3

東
京
都
北
区
豊
島
3
-
4
-
1
5

1
C

8
1
3
9

大
橋
病
院

1
1
5
-
0
0
5
4

東
京
都
北
区
桐
ヶ
丘
1
-
2
2
-
1

1
C

9
9
4

赤
羽
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
病
院

1
1
5
-
0
0
5
5

東
京
都
北
区
赤
羽
西
6
-
3
7
-

1
2

1
C

1
0

4
0

初
台
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
病
院

1
5
1
-
0
0
7
1

東
京
都
渋
谷
区
本
町
3
-
5
3
-
3

6
D

1
1

1
5
0

世
田
谷
記
念
病
院

1
5
8
-
0
0
9
2

東
京
都
世
田
谷
区
野
毛
2
-

3
0
-
1
0

1
D

1
2

1
0
0

東
京
医
科
大
学
病
院

1
6
0
-
0
0
2
3

東
京
都
新
宿
区
西
新
宿
6
-
7
-

1
1

D

1
3

2
8

梶
原
病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京
都
墨
田
区
墨
田
3
-
3
1
-

1
2

2
E

1
4

1
5
2

順
天
堂
東
京
江
東
高
齢
者

医
療
セ
ン
タ
ー

1
3
6
-
0
0
7
5

東
京
都
江
東
区
新
砂
3
-
3
-
2
0

1
E

1
5

5
9

中
野
共
立
病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京
都
中
野
区
中
野
5
-
4
4
-
7

1
A

1
6

9
5

総
合
東
京
病
院

1
6
5
-
0
0
2
2

東
京
都
中
野
区
江
古
田
3
-

1
5
-
2

1
A

1
7

1
1
2

東
京
武
蔵
野
病
院

1
7
3
-
0
0
3
7

東
京
都
板
橋
区
小
茂
根
4
-

1
1
-
1
1

3
A

1
8

1
1
3

河
北
総
合
病
院

1
6
6
-
0
0
0
1

東
京
都
杉
並
区
阿
佐
谷
北
1
-

7
-
3

2
B

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在
地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

【
実
習

巡
回

指
導

教
員

】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

11



1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在
地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

1
9

2
4

河
北
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
病
院

1
6
6
-
0
0
1
3

東
京
都
杉
並
区
堀
ノ
内
1
-
9
-

2
7

1
B

2
0

1
0
7

浴
風
会
病
院

1
6
8
-
8
5
3
5

東
京
都
杉
並
区
高
井
戸
西
1
-

1
2
-
1

1
B

2
1

1
1
6

小
豆
沢
病
院

1
7
4
-
0
0
5
1

東
京
都
板
橋
区
小
豆
沢
1
-
6
-

8
1

C

2
2

4
4

上
板
橋
病
院

1
7
4
-
0
0
7
1

東
京
都
板
橋
区
常
盤
台
4
-

3
6
-
9

1
C

2
3

1
1
0

慈
誠
会
徳
丸
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
病
院

1
7
5
-
0
0
8
3

東
京
都
板
橋
区
徳
丸
2
-
8
-
2
0

1
C

2
4

1
8
5

成
増
厚
生
病
院

1
7
5
-
0
0
9
1

東
京
都
板
橋
区
三
園
1
-
1
9
-
1

1
D

2
5

7
3

陽
和
病
院

1
7
8
-
0
0
6
2

東
京
都
練
馬
区
大
泉
町
2
-

1
7
-
1

2
D

2
6

3
0

錦
ク
リ
ニ
ッ
ク

1
7
9
-
0
0
8
2

東
京
都
練
馬
区
錦
1
-
1
4
-
2
0

1
D

2
7

6
8

武
蔵
野
陽
和
会
病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京
都
武
蔵
野
市
緑
町
2
-
1
-

3
3

1
E

2
8

4
3

小
平
中
央
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
病
院

1
8
7
-
0
0
1
1

東
京
都
小
平
市
鈴
木
町
1
-

1
4
6

1
E

2
9

1
1
4

南
台
病
院

1
8
7
-
0
0
3
2

東
京
都
小
平
市
小
川
町
1
-

4
8
5

2
E

3
0

1
7
7

武
蔵
村
山
病
院

2
0
8
-
0
0
2
2

東
京
都
武
蔵
村
山
市
榎
1
-
1
-

5
4

A

3
1

1
8
7

緑
成
会
病
院

1
8
7
-
0
0
3
5

東
京
都
小
平
市
小
川
西
町
2
-

3
5
-
1

1
A

3
2

1
9

ふ
よ
う
病
院

1
9
4
-
0
0
0
5

東
京
都
町
田
市
南
町
田
3
-

4
3
-
1

1
B

3
3

3
4

江
田
記
念
病
院

2
2
5
-
0
0
1
1

神
奈
川
県
横
浜
市
青
葉
区
あ

ざ
み
野
南
1
-
1

1
B

3
4

9
7

町
田
慶
泉
病
院

1
9
4
-
0
0
0
5

東
京
都
町
田
市
南
町
田
2
-
1
-

4
7

1
B

3
5

6
あ
き
る
台
病
院

1
9
7
-
0
8
0
4

東
京
都
あ
き
る
野
市
秋
川
6
-

5
-
1

1
C

3
6

1
4

新
百
合
ヶ
丘
総
合
病
院

2
1
5
-
0
0
2
6

神
奈
川
県
川
崎
市
麻
生
区
古

沢
都
古
2
5
5

1
D

【
実
習

巡
回

指
導

教
員

】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在
地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

3
7

3
6

紫
雲
会
横
浜
病
院

2
2
1
-
0
8
0
1

神
奈
川
県
横
浜
市
神
奈
川
区

神
大
寺
3
-
1
-
1
2

1
D

3
8

8
8

関
東
病
院

2
3
5
-
0
0
2
3

神
奈
川
県
横
浜
市
磯
子
区
森

1
-
1
6
-
2
6

1
D

3
9

1
1
8

衣
笠
病
院

2
3
8
-
0
0
2
6

神
奈
川
県
横
須
賀
市
小
矢
部

2
-
2
3
-
1

1
E

4
0

8
0

千
葉
み
な
と
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
病
院

2
6
0
-
0
0
2
4

千
葉
県
千
葉
市
中
央
区
中
央

港
1
-
1
7
-
1
8

2
A

4
1

9
お
ゆ
み
の
中
央
病
院

2
6
6
-
0
0
3
3

千
葉
県
千
葉
市
緑
区
お
ゆ
み

野
南
6
-
4
9
-
9

2
A

4
2

1
8
6

東
京
湾
岸
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
病
院

2
7
5
-
0
0
2
6

千
葉
県
習
志
野
市
谷
津
4
-
1
-

1
1

A

4
3

5
1

船
橋
市
立
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
病
院

2
7
3
-
0
8
6
7

千
葉
県
船
橋
市
夏
見
台
4
-

2
6
-
1

6
B

4
4

7
9

セ
コ
メ
デ
ィ
ッ
ク
病
院

2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉
県
船
橋
市
豊
富
町
6
9
6
-

1
1

B

4
5

8
2

東
船
橋
病
院

2
7
4
-
0
0
6
5

千
葉
県
船
橋
市
高
根
台
4
-

2
9
-
1

1
B

4
6

9
6

中
田
病
院

3
4
7
-
0
0
6
5

埼
玉
県
加
須
市
元
町
6
－
8

1
C

4
7

1
5
3

安
東
病
院

3
3
3
-
0
8
6
6

埼
玉
県
川
口
市
芝
3
-
7
-
1
2

1
C

4
8

3
2

戸
田
中
央
総
合
病
院

3
3
5
-
0
0
2
3
 
埼
玉
県
戸
田
市
本
町
1
-
1
9
-
3

2
D

4
9

1
新
座
志
木
中
央
総
合
病
院

3
5
2
-
0
0
0
1

埼
玉
県
新
座
市
東
北
1
-
7
-
2

1
D

5
0

7
2

堀
ノ
内
病
院

3
5
2
-
0
0
2
3
 
埼
玉
県
新
座
市
堀
ノ
内
2
-
9
-

3
1

2
D

5
1

4
1

所
沢
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
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第１ 学生の確保の見通し及び学校法人敬心学園としての取組状況 

１ 学生の確保の見通し 

 入学定員充足の見込み 

①  入学定員の考え方 

我が国の高齢化の進展により、今後も保健医療の需要増加が予測され、理学療法士・作業

療法士の需要が高まると考えられる。理学療法士･作業療法士の資格取得者は、病院･診療所

従事者が中心であるが、近年、それ以外の施設従事者が増加するなど、就労先の領域も広が

りつつある。高齢化を鑑みると、今後も就労領域の拡大は続くと考えられる。 

 

図表 1 医療施設、介護サービス施設・事業所に従事する理学療法士・作業療法士数の推

移（常勤換算従事者数） 

 
【出典】厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、「医療施設調査・病院報告」 

 
本学ではリハビリテーション学部理学療法学科及び作業療法学科を設置する計画である。 
18 歳人口、生産年齢人口での今後の予測、学校種別の動向、類似学部の志願者動向、敬

心学園における状況等の既存データ、そして東京保健医療専門職大学 1に対する進学意向調

査結果及び企業･関係機関等への採用意向調査の結果をふまえ、総合的に判断し各学科の入

                                                      
1 本書類作成のために実施した各種アンケート調査では、「東京専門職大学」を用いたが、大学
名変更に伴い、本書類では「東京保健医療専門職大学」を用いる。 

H14 H17 H20 H23 H26 H14 H17 H20 H23 H26
介護老人福祉施設 268 256 350 524 733 138 169 260 427 534
介護老人保健施設 2,344 3,218 4,229 5,279 6,304 2,080 3,165 3,991 4,452 4,772
介護療養型医療施設 2,679 2,924 2,749 2,456 2,240 1,139 1,411 1,390 1,321 1,094
訪問看護ステーション 1,033 1,844 2,021 3,150 5,708 460 906 990 1,465 2,523
通所介護 236 401 687 1,259 3,098 138 262 405 695 1,567
通所リハビリテーション
（介護老人保健施設）

837 1,630 2,502 3,214 4,124 702 1,363 1,898 2,229 2,583

通所リハビリテーション
（医療施設）

1,267 1,645 2,428 3,156 4,799 879 1,061 1,263 1,435 1,793

短期入所生活介護 108 124 208 326 437 62 79 145 221 300
特定施設入所者生活介護 - 59 118 198 346 - 22 70 122 198
地域密着型介護老人福祉
施設

- - 3 17 62 - - 5 17 49

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護

- - - - 33 - - - - 13

認知症対応型通所介護 - - 51 47 83 - - 41 62 71
地域密着型特定施設入居
者生活介護

- - 1 4 9 - - 2 3 5

複合型サービス - - - - 21 - - - - 14

小計 8,772 12,101 15,295 19,579 27,997 5,598 8,438 10,417 12,384 15,516

一般診療所 3,458 4,471 6,683 9,821 10,988 1,079 1,312 1,805 2,407 2,350
病院 22,029 28,509 38,675 51,800 66,151 11,882 17,070 24,457 33,020 39,786

小計 25,486 32,979 45,358 61,621 77,139 12,962 18,382 26,262 35,427 42,136

病院･診
療所

病院･診
療所以外

区分 理学療法士 作業療法士
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学定員を次のとおりに設定した。 
リハビリテーション学部の理学療法学科は、マクロ環境とともに既存の専門学校での需

要も安定していることから、臨床福祉専門学校の入学定員と同じ 80 人とした。 
作業療法学科は、理学療法学科と同様な条件に加え、地域の人口当たりの作業療法士人数

が少なく、既存の専門学校での求人数は理学療法学科を上回る状況であることをふまえ、理

学療法学科と同じく 80 人とした。 
②  15歳～19歳人口の推移及び予測 

高校卒業生の人口動態を検討するに当たり、15歳～19歳の推移及び予測値での検討を行

う。全国的には 15 歳～19 歳人口は減少傾向にあるが、東京都の 15 歳～19 歳人口は平成

27(2015)年に減少したものの、今後は増加すると予測されている。23区では、平成 22(2010)

年に平成 17(2005)年より当該人口は減少したが、平成 27(2015)年には増加し、今後も増加

することが予測されている。このことから、東京都、特に 23区においては、高校卒業生に

よる大学進学者数の母数は安定していると考えられる。 

図表 2 15歳～19歳人口 ＜全国・東京都・23区＞ 

（単位：人） 

 実数 予測 

平成17

（2005）年 

平成22

（2010）年 

平成27

（2015）年 

平成32

（2020）年 

平成37

（2025）年 

全国 
総数 6,568,380 6,063,357 6,008,388 5,577,693 5,353,000 

増減 -  △ 505,023 △ 54,969 △ 430,695 △ 224,693 

東京都 
総数 525,462 554,280 533,053 538,322 559,327 

増減 -  28,818 △ 21,227 5,269 21,005 

23 区 
総数 329,172 309,337 336,119 340,757 366,212 

増減 -  △ 19,835 26,782 4,638 25,455 

【出典】全国：総務省統計局「年齢（５歳階級），男女別人口及び人口性比－全国（大正９年～平成 27年）」、

国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」、東京都：東京都総務局統計部「住

民基本台帳による東京都の世帯と人口」及び「東京都男女年齢(５歳階級)別人口の予測」 

③  生産年齢人口の推移 

専門職大学にとって、高校新卒生だけでなく、社会人の学び直し層は重要なターゲットで

ある。そこで 15 歳～64歳の生産年齢人口の推移と予測から、想定ターゲットの動向につい

て検討を行う。 

近年、全国的には生産年齢人口の前年比は 100％以下が続いているが、東京都全体では過

去３年間 100％を越えている。生産年齢人口は平成 27（2015）年から平成 37（2025）年の

期間に、全国で約 7,682万人から約 7,085 万人へ 597万人減少、東京都でも同期間に 879万

人から 872 万人へ約７万人減少すると予測されているが、23 区では同期間に約 610 万人か

ら 614万人へ４万人増加すると予測されている。 

これらを鑑みると、本学の位置する東京都、特に 23区での生産年齢人口は、今後も安定

して推移すると考えられる。 
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図表 3 生産年齢人口推移(前年対比)－全国・東京都・23区 

 

【出典】 総務省統計局「国勢調査」、東京都総務局統計部「東京都住民基本台帳による東京都の世帯と

人口」（平成 30年 1月） 

 

④  学校種別の動向 

過去 10 年間の全国の大学進学率は、平成 25 年に前年を下回ったが、それ以外の年は前

年を上回る進学率で推移している。学校種別による近年の動向をみると、全国の大学の志願

者数は過去４年間増加している。平成 28（2016）年は 3,629,273 人で 115,771 人、平成

29(2017)年は 3,882,572 人で 253,300 人、平成 30（2018）年は 4,158,495 人で 275,923 人

増加している。定員充足率も毎年 100％を超えている。一方、短期大学の志願者数は平成 27

（2015）年は 89,350 人で前年から 4,027 人減少、平成 28（2016）年は 83,116 人で 6,234

人減少、平成 29(2017)年は 78,338 人で 4,777 人減少、平成 30（2018）年は 75,629 人で

2,709人減少と減少が続き、定員充足率は 88％台が続いている。なお、専門学校の入学者数

は、平成 27（2015）年は 268,604人で前年に比べ 3,291人増加、平成 28（2016）年は 265,313

人で 3,291 人減少となり、年度により志願者数は上下動している。定員充足率は 60％台で

推移しており、３つの学校種別の中では最も低くなっている。これら学校種別のデータから、

全国的に大学志向が高まっていることが明らかである。 

 

図表 4 大学(学部)進学率推移＜全国＞ 
 

平成20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 

進学率(%) 46.0 47.3 47.9 47.7 47.7 47.4 48.1 48.9 49.3 54.7 

【出典】文部科学省「平成 28年度学校基本調査」 
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図表 5 学校種別 志願者数・入学者数の推移 ＜全国＞ 

   （単位：人） 

  
平成 28

（2016)年 
平成 29

（2017）年 
平成 30

（2018）年 

私立大学 

志願者 3,629,273  3,882,572  4,158,495 

増減 115,771  253,301  275,923 

入学者 488,210  499,677  497,773 

増減 +1,149  +11,467  △1,904 

入学定員充足率 104.43% 104.6% 102.64% 

私立短期

大学 

志願者 83,116  78,338  75,629 

増減 △6,234  △4,778  △2,709 

入学者 55,171  53,389  51,214 

増減 △2,781  △1,782  △2,175 

入学定員充足率 90.1% 90.3% 88.1% 

専門学校 

志願者 363,533 369,070  

増減 △8,997  5,537  

入学者 265,313  268,654  267,668 

増減 △3,291  3,341 △986 

入学定員充足率 63.8% 64.4%  

【出典】大学・短期大学：日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」、専門学

校：文部科学省「学校基本調査」(平成 30（2018）年の専門学校の志願者及び定員充足率については平成 30

（2018）年 10月 22日時点では未発表) 

 

東京都内の大学進学者数をみると、平成 28（2016）年は 1,409,072人で前年に比べ 51,338

人増加、平成 29（2017）年は 1,522,045人で 112,973人増加、平成 30（2018）年は 1,803,679

人で 281,634 人増加しており、定員充足率も過去３年間 100％を超えている（5ページ図表 

6）。平成 29（2017）年の増加数は全国の約半数を占め、平成 30（2018）年は全国では減少

しているのに対し、東京都の志願者数は増加しているように、東京都の志願者数増加が顕著

である。一方、私立短期大学は東京都においても志願者数、入学者数ともに減少が続いてお

り、平成 29（2017）年以降定員充足率は 100％を下回っている。大学は定員が増えている中

で定員充足率もほぼ前年並みが続いているが、短期大学は定員を減っているにもかかわら

ず、定員充足率が下がり続けており、東京都内においても大学志向が鮮明になっている。 
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図表 6 私立大学・短期大学志願者数の推移 ＜東京都＞ 

 （単位：人） 

 平成 28(2016)年 平成 29(2017)年 平成 30(2018)年 

私立大学 

志願者数 1,409,072 1,522,045 1,803,679 

増減 +51,338 +112,973 +281,634 

入学者数 155,993 158,749 187,859 

増減 +900 +2,756 +29,110 

定員充足率 108.9% 107.6% 107.3% 

定員 143,221 147,473 175,024 

私立短期大学 

志願者数 14,114 12,068 11,787 

増減 △1,508 △2,046 △287 

入学者数 7,034 6,580 6,350 

増減 △442 △454 △230 

定員充足率 101.4% 98.7% 99.5% 

定員 6,940 6,670 6,385 

【出典】日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 

 

⑤  類似学部の志願者動向 

全国の私立大学の理学療法・作業療法が該当する学部区分である「保健系」の志願者数は、

ともに増加傾向となっていることがわかる（図表 7）。保健系の志願者数は平成 28（2016）

年は 172,038 人で 1,434 人増加、平成 29(2017)年は 179,962 人で 7,924 人増加、平成 30

（2018）年は 185,322人で 5,361 人増加と、３年連続して増加している。定員数も毎年増加

しているが、定員充足率は 100％を超えている。 

 

図表 7 保健系・社会科学系の私立大学志願者数 

（単位：人） 

 平成 27

（2015)年 

平成 28

（2016)年 

平成 29

（2017）年 

平成 30

（2018）年 

保健系 

志願者数 170,604 172,038 179,962 185,322 

増減 - 1,434 7,924 5,361 

入学者数 31,206 31,585 33,561 34,669 

増減 - 379 1,976 1,109 

定員充足率 107.6% 104.1% 102.2% 101.1% 

定員 28,998 30,330 32,850 34,307 

【出典】日本私立学校振興・共済事業団「私立大学・短期大学等入学志願動向」 
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⑥  敬心学園における学生確保の状況 

東京保健医療専門職大学(仮称)（以後「本学」と呼ぶ）での定員充足について検討するに

当たり、学校法人敬心学園（以後「敬心学園」と呼ぶ）で設置している専門学校のうち、本

学に関係の深い専門分野で人材育成を行っている「日本リハビリテーション専門学校」の入

学定員充足の状況について検討を行う。 

日本リハビリテーション専門学校は４年制の理学療法学科・作業療法学科を設置し、過去

５年の平均定員充足率は 106％である。日本リハビリテーション専門学校は、平成９（1997）

年の開校以来、就職率は 100％、国家試験合格率は昼間部の理学療法士・作業療法士 100％、

夜間部は理学療法士 96.0％、作業療法士 96.6％と高い合格率となっている。 

敬心学園では、多くの社会人学生の受入れ実績があり、東京都の委託訓練も受託している。

同じ委託訓練を行っている専門学校各校での社会人学びなおし層の受け入れ人数は、日本

福祉教育専門学校での受け入れ人数は東京都内で最も多い 30人で、過去２年連続１位とな

っている。これは平成 28（2016）年より「総合福祉セミナー」という独自のプログラムを始

めた影響が大きい。このプログラムはオープン科目として全 15回で構成したもので、「ロボ

ット」「ICT」「トラベル」「脳トレ」「セラピー」「経営」「地域」「スポーツ」「リハビリ」「外

国人」「障がい者」「在宅介護」といったテーマの分野で第一線で活躍する外部講師を招き、

オムニバス形式で行うものである。さまざまな業界第一線で働く講師による講義は多くの

受講生を集めることができた。 

このような独自のプログラム開発の経験を活かし、専門職大学でも経営分野の第一線で

活躍するゲストスピーカーを招く同様のコンセプトのカリキュラム「総合事業開発」を組み

入れている。このほか、経営分野の科目ではさまざまな業界の第一人者を招く経営分野の講

座も設定しており、これらは社会人にとって魅力あるプログラムのある大学となりえ、定員

確保に貢献すると考えている。 

 

⑦  競合校の志願者動向 

(ア) 理学療法分野 

過去５年間の理学療法士の受験資格を得られる全国の大学の志願倍率は、平成 26(2014)

年度は 8.2倍、平成 27(2015)年度は 7.7倍、平成 28(2016)年度は 7.4倍、平成 29(2017)年

度は 6.7 倍、平成 30（2018）年度は 6.0 倍である。一方、東京都内の理学療法士養成課程

のある６大学の過去３年間の入学志願者年平均倍率は 11.8 倍、12.3 倍、10.1 倍と全国平

均をいずれの年も上回っている。幅があるが各大学ともに高い倍率となっており、今後も堅

調な需要を見込むことができると思われる。 
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図表 8 理学療法士養成課程のある東京都内の大学の志願者数推移 

（単位：人） 

【出典】「螢雪時代臨時増刊 全国看護・医療・福祉系大学・短大・専門学校 受験年鑑」 2016年 10月号 

～2018年 10月号 (旺文社) 及び各大学ホームページより作成 

 

(イ) 作業療法分野 

過去５年間の作業療法士の受験資格を得られる全国の大学の志願倍率は、平成 26(2014)

年度は 5.2倍、平成 27(2015)年度は 4.9倍、平成 28(2016)年度は 4.5倍、平成 29(2017)年

度は 4.3 倍、平成 30（2018）年度は 4.0 倍である。作業療法士養成課程のある東京都内の

５大学の過去３年間の志願状況は、平均倍率が 5.8倍、5.6倍、6.6倍であり、いずれの年

も全国平均を上回っている。個別の倍率をみると理学療法に比べ幅は少ないが、全体として

高い倍率となっており、今後も堅調な志願倍率が続くと考えられる。 

 

図表 9 作業療法士養成課程のある東京都内の大学の志願者数推移 

（単位：人） 

【出典】「螢雪時代臨時増刊 全国看護・医療・福祉系大学・短大・専門学校 受験年鑑」 2016年 10月号

～2018年 10月号 (旺文社) 及び各大学ホームページより作成 

【資料１】理学療法士・作業療法士の受験資格取得可能な全国の大学 

 
平成 28（2016）年度 平成 29（2017）年度 平成 30（2018）年度 

志願者数 入学定員 志願倍率 志願者数 入学定員 志願倍率 志願者数 入学定員 志願倍率 

首都大学東京 178 40 4.5 194 40 4.9 187 35 5.3 

杏林大学 1,163 40 29.1 1,209 40 30.2 1,017 56 18.2 

帝京平成大学 1,365 80 17.1 1,357 80 17.0 1,347 100 13.5 

帝京科学大学 616 80 7.7 469 80 5.9 505 80 6.3 

東京医療学院大学 282 70 4.0 294 70 4.2 217 90 2.4 

東京工科大学 995 80 12.4 1,265 80 15.8 1,175 80 14.7 

合計 4,599 390 11.8 4,788 390 12.3 4,448 441 10.1 

 
平成 28（2016）年度 平成 29（2017）年度 平成 30（2018）年度 

志願者数 入学定員 志願倍率 志願者数 入学定員 志願倍率 志願者数 入学定員 志願倍率 

首都大学東京 94 40 2.4 194 40 4.9 101 40 2.5 

杏林大学 411 40 10.3 328 40 8.2 352 54 6.5 

帝京平成大学 336 80 4.2 382 80 4.8 404 60 6.7 

東京医療学院大学 109 30 3.6 87 30 2.9 65 30 2.2 

東京工科大学 376 40 9.4 295 40 7.4 599 40 15.0 

合計 1,326 230 5.8 1,286 230 5.6 1,521 224 6.6 
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 定員充足の根拠となる客観的なデータの概要 

①  高校２年生に対する進学意向調査 

高校２年生の進学意向を確認するために、アンケート調査を行った。調査の概要は以下の

とおりである。調査は、各高校へアンケート票及び「東京保健医療専門職大学(仮称)」概要

説明リーフレットを郵送し、無記名回答で実施した。 

 

 

調査実施期間：平成 30（2018）年 10月 

調査対象  ：１都３県の高校２年生 

調査対象地域：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 

配布数   ：20校 3,480 人 

回収数   ：14校 1,722人（回収率 55.9％）  

調査方法  ：郵送留め置き及び直接持参 

調査実施  ：敬心学園大学開設準備室 

【資料２】高校生調査集計分析結果 

【資料３】高校生アンケート票 

【資料４】「東京保健医療専門職大学(仮称)」概要説明リーフレット 

 

 

(ア) 「東京保健医療専門職大学」及び本学の教育内容への興味 

本学全体への興味を尋ねたところ、「大変興味を持った」という回答は 76人（4.4％）、「や

や興味を持った」は 358人（20.8％）であり、肯定的回答の合計は 434人（25.2％）であっ

た。本学の教育内容や特長などのうち、最も魅力を感じるもので最も高い割合であったもの

は「学部学科」で 21.6％、次いで２位が「資格の取得ができる」19.3％、３位は｢カリキュ

ラム（授業）の内容」11.1％であった。 

 

(イ) 進学意向 

各学科への進学に対する進学意向を尋ねたところ、「ぜひ進学したい」という回答は理学

療法学科が 81人（4.7％）、作業療法学科が 64人（3.7％）であった。「ぜひ進学したい」と

「進学を検討しても良い」と答えた回答の合計では、理学療法学科が 234人（13.6％）、作

業療法学科が 179 人（10.4％）であった。 
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図表 10 各学科に対する進学意向：高校２年生 

（単位：人） 

単位：人 理学療法学科 作業療法学科 

ぜひ進学したい 81 64 

進学を検討しても良い 153 115 

合計 234 179 

 

 今回調査を実施した対象高校は限られた学校であったものの、本学全体、及び各学科に対

する高い関心度、進学意向度を確認することができた。東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県

の１都３県を通学可能範囲と考えると、これらエリアの高校卒業予定者から本学に対する

関心を得て、さらに進学したいという学生を確保できる可能性は高いと考えられる。 

さらに、本学は専門職大学として、学び直しを考えている社会人を重要な対象としている

ことから、次にこの点についての調査結果とその分析を提示する。 

 

②  社会人に対する進学意向調査 

(ア)  調査の概要 

本学は、専門職大学として多様な人材を受け入れる方針としていることから、社会人に対

して設置計画の受容性および進学意向についてのインターネットアンケート調査を実施し

た。 

調査に当たっては、高校２年生に対する進学意向調査で使用した説明資料と同じ内容の

PDF ファイルの確認を必須とする設定としている。 

 

調査実施期間：平成 30（2018）年９月 

調査対象  ：委託事業者のアンケートモニター登録者のうち、東京都、神奈川

県、埼玉県、千葉県在住の高校生を除く 18歳以上 60歳未満、かつ

「学びなおしに興味がある」「理学療法士、作業療法士、介護福祉士

に興味がある」という条件に当てはまる 1,006 人 

調査方法  ：WEB調査 

調査実施  ：マイボイスコム株式会社 

 

【資料５】社会人調査集計分析結果 

【資料６】社会人アンケート票 

 

(イ) 「東京保健医療専門職大学」及び専門職大学の認知状況 

本学に対する興味をたずねたところ、「大変興味を持った」という回答は 339人（33.7％）、
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「興味を持った」481 人（47.8％）であり、肯定的な回答の合計は 820人（81.5％）であっ

た。この回答結果は、高校２年生の結果に比べ大変高い割合となっている。専門職大学につ

いては、「名前も概要も知っている」は 33.6％、一方「専門職大学のことは知らなかった」

は 24.4％であり、学び直しを考えている人でもまだ認知度は必ずしも高いとは言えない。 

 

(ウ) 各学科に対する進学意向 

各学科それぞれについて進学の可能性をたずねたところ、2020 年４月進学志望者のうち

「ぜひ進学したい」という回答は、理学療法学科が 82人（40.2％）、作業療法学科 

が 18人（8.8％）であった。 

「ぜひ進学したい」と「進学を検討しても良い」という肯定的回答を合計すると、理学療

法学科が 132 人（64.7％）、作業療法学科が 94人（46.1％）であった。 

 

図表 11 各学科に対する進学意向：社会人 

(単位：人) 

学 科 
ぜひ進学したい 進学を検討しても良い 合計 

  
うち、2020年

４月進学希望 
  

うち、2020年

４月進学希望 
  

うち、2020年

４月進学希望 

理学療法学科 383 82 180 50 563 132 

作業療法学科 82 18 296 76 378 94 

 
(エ) 高校生及び社会人の進学意向者 

今回実施した高校生及び社会人に対する２種類の調査結果を合計し、本学各学科の進学

意向者について算出した。社会人は、2020 年４月に進学希望と回答した回答者を対象とし

た。 

 「ぜひ進学したい」と回答した高校生と社会人を合計すると、すべての学科で定員を上回

る結果が得られた。 

 

図表 12 進学を希望すると答えた回答者数 

(単位:人) 

学 科 
ぜひ進学したい 

合計 
高校生 社会人 

理学療法学科 81 82 163（+83） 

作業療法学科 64 18 82（+2） 

※（ ）内数値は、定員に対するプラス人数を示す 
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 学生納付金の設定の考え方 

学生納付金は、全学科共通で入学金 30万円、授業料・整備費等・実習費を含んだ初年度

納付金は、理学療法学科および作業療法学科は 190万円である。 

この初年度納付金額は、専門学校では日本リハビリテーション専門学校の作業療法学科・

理学療法学科と同額である。 

 類似大学と比較すると、理学療法学科での類似大学 19大学の平均初年度納付金は 184万

円、作業療法学科では 12大学の平均初年度納付金が 185万円であり、平均初年度納付金平

均と同程度の金額に設定している（いずれも千円以下四捨五入）。 

 

図表 13 各学科の入学金・授業料・初年度納付金 

(単位：万円) 

学 科 入学金 授業料 設備費等 実習費 初年度納付金 

理学療法学科 30 90 40 30 190 

作業療法学科 30 90 40 30 190 

 

【資料７】 １都３県 大学 納付金調査  

 

２ 学生確保に向けた具体的な取組状況 

敬心学園の各専門学校では、学校説明会、見学会、高校訪問などを行い、学生確保に努め

てきた。高校訪問の専門担当者を置き、推薦指定校、その他高校を訪問し、理学療法士、作

業療法士を中心に、当学園の専門学校各校の説明を行っている。全教職員が入学実績のある

高校、イベント来校者のある高校を中心に訪問する活動を毎年行っている。この活動は、教

職員全員が学生獲得に対して意識を高めることにつながっている。さらに教職員の間での

高校側のニーズを中心とした情報共有に活かしている。 

平成 28（2016）年度から、独自の試みとして、グループ校で職域を広めるためのプログ

ラム「総合福祉セミナー（産学連携科目）」を立ち上げ、入学希望者へのアピールを行った。

このプログラムはオムニバス形式で、最前線で活躍する様々な専門分野の外部講師を招き

実施するもので、実施初年度の昨年は学生からの評判も大変好評であった。このプログラム

を東京都ハローワークから毎年受託している委託訓練の応募者に提示したところ、委託訓

練の応募数は東京都内で最も多くなり、応募人数２位の学校の２倍の 32人となった。専門

学校全体が学生募集に苦戦している中、大きな成果を挙げることができた。 

本学はこの実績も活かし産官学連携科目をさらに充実させる計画であり、学生確保につ

なげる予定である。 

高校卒業生に対しては、１都３県を中心に開かれる大学説明会への参加を積極的に行う

計画である。対面での説明のほか、近年はインターネットでの情報発信が学生確保において
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重要度を増しており、本学の学生募集においても、最も重要な役割を果たすと考えている。

これまでも敬心学園の各専門学校ではインターネットによる学生募集で成果を挙げている。

本学でも、大学ホームページを作成し、本学の特徴、養成する人材像など丁寧に説明、ビジ

ュアルにも考慮し、情報発信の頻度を高め訴求力のあるものとすることで、入学希望者へア

ピールしていく計画である。 

さらに、社会人は時間的余裕が少なく、情報収集を自ら行う時間を確保することは難しい

ため、適切な情報発信を行い、潜在的な志願者に情報をより効果的に伝達することが必要で

ある。そのため、ホームページや SEO 対策を行うことが重要かつ効果的であると考えてい

る。専門学校では社会人に対して昨年から WEBエントリーも取り入れ、出願しやすい環境を

整えている。入試に対しては、「合否スピード入試」を行っている。これは試験当日に結果

が出るもので、合否を早く知ることができ、計画を立てられることから社会人に好評である。 

インターネット等で集客した来校者に対し、オープンキャンパスでは実際に体験しても

らい、各学科でどのような技術や資格、知識を学ぶことができるかを伝えている。臨床福祉

専門学校では、「筋触察」という独自の手法の体験や、スポーツトレーナー体験を提供し、

運動部に所属する高校生を中心とした来校者には好評を得ている。スポーツ AO入試も取り

入れ、スポーツに関連した仕事に就くことを検討している高校生への取組を行っている。 
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第２ 人材需要の動向等社会の要請 

 
１ 人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

本学は、敬心学園のクレドに基づき、他人を敬い自らを律し、人々の心をもっとも大切に

して、「先駆性」・「科学性」・「倫理性」・「文化性」をもって、一人ひとりが輝いて生きる社

会を創造し、社会に貢献する人材を育成することを目標としている。 

特に、多様化する保健医療の分野で、専門職業人として社会の要請に応えることのできる

能力を有する人材の育成を目指している。「共生社会（ダイバーシティ社会）を推進する実

務リーダー」「マネジメント能力を持ち、新しいサービスやビジネスモデルを創り出す人材」、

そして保健医療の分野の高度な専門性と技能の修得に加え、「在宅医療や健康寿命の延伸に

貢献できる専門人材」を養成する。 

本学はそのような実務リーダーを養成することを目的としていることから、生涯にわた

って専門性を高め、科学の進歩に根ざした保健医療サービス提供者となるため、継続学習す

る態度を養わせることを重視している。 

また、社会への関心をもち、社会の要請を理解し、社会貢献活動を実践できる人材に育て

るため、積極的に実習やボランティア活動などを体験出来るカリキュラムを企画している。 

理学療法士、作業療法士の養成を前提としており、専門学校で培ったノウハウを活かし、

理学療法士、作業療法士の高い国家試験合格率を目指している。 

 

 

２ 社会的・地域的な人材需要の動向等を踏まえたものであることの客観的な根拠 

 社会的・地域的人材需要の動向 

高齢化が進展する中、保健・医療の人材供給は喫緊の課題となっている。団塊世代が 75

歳以上となる平成 37（2025）年に向け、地域包括ケアシステムの構築が進められているが、

在宅医療や介護などの分野においても理学療法士・作業療法士の需要が増加すると考えら

れる。 
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図表 14 理学療法士数（人口 10万人当たり）＜上位 5県、下位 10都県＞ 

（単位：人） 

 

【出典】公益社団法人 日本理学療法士協会（2016年 3月末） 

 

図表 15 作業療法士数（人口 10万人当たり）＜上位 5県、下位 10都県＞ 

（単位：人） 

 

【出典】一般社団法人 日本作業療法士協会（2016年 3月末） 

 

理学療法士・作業療法士については地域格差が大きくなっている。東京都では、人口 10

万人当たりの理学療法士は 54.8 人と、全国平均 91.3 人に対し約 60％の水準、作業療法士

は全国平均 50.3 人に対し 23.2 人で約 46％の水準であり、地域格差の存在が指摘される。
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東京都においては、現状でも需要に対し十分に理学療法士・作業療法士が配置できていない

という状況である。さらに、東京を中心に首都圏には近年人口流入が続いていることから、

地域格差は今後も拡大し、専門職の不足が深刻化することが予想される。 

厚生労働省では、団塊世代が 75 歳以上となる平成 37（2025）年を目処に、高齢者の尊厳

保持と自立生活支援を目的に、可能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最

後まで続けることができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制「地域包括ケアシ

ステム」の構築を推進している。「地域包括ケア」の推進の鍵となるものとして「地域ケア

会議」がある。これは、各市区町村が中心となり、 医師、歯科医師、薬剤師、ケアマネー

ジャー、看護師、保健師、作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、管理栄養士、介護福祉士

などの専門職を中心としたメンバーで構成され、多職種が連携して地域の課題を検討、明確

化していくものである。専門職大学で育成する理学療法士・作業療法士も、地域包括ケアを

推進する上で重要な役割を担っている。本学では、これらの職種の役割の重要性を重視し、

多職種連携について科目を設け、すべての学生が知識の修得とともに、実習によりその重要

性と役割を認識できるようにと考えている。 

また、四病院団体協議会が行った「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需給調査」（2016

（平成 28）年８月５日 医療従事者の需給に関する検討会 第２回 理学療法士・作業療

法士需給分科会）でのアンケート調査によると、平成 37（2025）年までに雇用を増やす、と

いう回答割合は、理学療法士では全国平均 38.8％に対し関東地方は 45.2％、作業療法士に

ついては、全国平均 42.4％に対し関東地方は 50.6％と、どちらも関東地方での需要は全国

平均に比べ高くなっている。 

本学では、従来型の理学療法士・作業療法士の養成教育に加え、地域包括ケアなどの推進

に重要な「多職種連携」、さらに新しいサービスやビジネスモデルを創造するために必要な

「経営分野」に関する講座を提供し、実務リーダーの人材育成を行うことを大きな目的とし

ているが、このような人材は社会からのニーズも高いと考えている。 

また、敬心学園の日本リハビリテーション専門学校では、平成９（1997）年の開校以来、

就職率 100％となっている。平成 29（2017）年度の求人数は 6,151 人で、就職希望者 104人

に対し、倍率 59.1倍と非常に高い求人倍率となっている。 
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図表 16日本リハビリテーション専門学校の就職状況 

(単位:人) 

区分 

年度 

求人数 求人数 

総計 

求人 

倍率 

就職 

希望者 

就職内定者 
就職率 

東京都 首都圏   都内 都外 

平成 24年 3,530 1,008 5,042 57.3 88 88 57 31 100% 

平成 25年 3,630 1,038 5,186 50.8 102 102 66 36 100% 

平成 26年 3,720 1,062 5,314 54.2 98 98 64 34 100% 

平成 27年 3,889 1,112 5,557 57.3 97 97 63 34 100% 

平成 28年 4,863 1,390 6,948 70.2 99 99 64 35 100% 

平成 29年 1,995 2,350 6,151 59.1 104 104 50 54 100% 

※首都圏とは、神奈川県・埼玉県・千葉県をさす。 

※求人倍率＝求人数総計÷就職希望者 

※就職率＝就職内定者÷就職希望者 
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 根拠となる調査結果の概要 

①  企業・関係機関等への採用意向調査 

(ア)  調査の概要 

企業・関係機関等における採用意向を確認するために、医療機関・福祉施設等を中心とし

た事業者に対するアンケート調査を行った。 

調査実施期間：平成 30（2018）年９月～10月 

調査対象  ：日本リハビリテーション専門学校、日本福祉専門学校の卒業生の就

職先の医療機関・福祉施設等 

配布数   ：604箇所 

回収数   ：173（回収率 28.6％） 

調査方法  ：郵送留め置き 

調査実施  ：敬心学園大学開設準備室 

 

【資料８】事業所調査集計分析結果 

【資料９】事業所アンケート票 

 

 

(イ) 「東京保健医療専門職大学」に対するニーズ 

 「人材採用を検討する上で興味を持ったか」という質問には、「大変興味を持った」が 61

箇所（35.3％）、「やや興味を持った」は 62箇所（35.8％）であり、これら肯定的回答の合

計は 123箇所（71.1％）と、高い回答割合となった。これらの結果から、本学の教育の方向

性や人材育成の考え方は、事業者の人材採用という観点で高い支持を得る可能性が高いと

いえる。 

また各学科について採用意向を尋ねたところ、「採用したい」という回答は理学療法学科

で４箇所（７％）、作業療法学科で８箇所（13.0％）であった。「採用したい」と「採用を検

討したい」を合わせた肯定的回答割合は、理学療法学科で 10箇所（17.0％）、作業療法学科

で 14箇所（22.0％）であった。 
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図表 17 各学科の卒業生に対する採用意向 

（単位：箇所） 

学 科 採用したい 採用を検討したい 合計 

理学療法学科 4 6 10 

作業療法学科 8 6 14 

 

 

(ウ) 調査結果における採用意向 

 各学科に対する採用意向人数を尋ねた結果、採用したいという合計数は以下のとおりと

なった。 

 理学療法学科 235人 

 作業療法学科 241人 

 

いずれの学科も定員を上回っており、事業者からの採用ニーズは大変高いといえる。 

 今回の調査は限られた対象の事業者に実施したものであるが、本学の方向性や人材採用

意向について、客観的な評価を得られたと考えられ、本学に対する事業者からの期待も大

きいことが確認できたと考える。  
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【資料１】理学療法士・作業療法士の受験資格取得可能な全国の大学 

【資料２】高校生調査集計分析結果 

【資料３】高校生アンケート票 

【資料４】「東京専門職大学(仮称)」概要説明リーフレット 

【資料５】社会人調査集計分析結果 

【資料６】社会人アンケート票 

【資料７】１都３県 大学 納付金調査 

【資料８】事業所調査集計分析結果 

【資料９】事業所アンケート票 
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2.
4

30
63

33
2.
1

9
1

広
島
県

公
県
立

広
島
大
学

保
健
福
祉

理
学
療
法

30
17
8

30
5.
9

30
15
9

33
5.
3

30
13
1

34
4.
4

30
14
0

33
4.
7

30
11
4

30
3.
8

9
2

広
島
県

私
広
島

国
際
大
学

総
合
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ

ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

総
合
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ

ｼ
ｮ
ﾝ

理
学
療

法
学

60
80
1

16
4

13
.4

60
85
0

18
4

14
.2

60
76
6

16
3

12
.8

60
68
3

15
9

11
.4

60
67
1

16
0

11
.2

9
3

広
島
県

私
広
島

都
市
学
園
大
学

健
康
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

理
学
療

法
学

60
18
2

95
3.
0

60
21
4

10
3

3.
6

60
24
7

11
2

4.
1

60
25
2

12
9

4.
2

60
13
8

98
2.
3

9
4

徳
島
県

私
徳
島

文
理
大
学

保
健
福
祉

理
学
療
法

60
22
7

10
4

3.
8

60
1,
06
5

50
2

17
.8

60
89
9

53
0

15
.0

60
76
2

56
5

12
.7

60
78
6

59
3

13
.1

9
5

福
岡
県

私
九
州

栄
養
福
祉
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

理
学
療
法

80
24
6

14
6

3.
1

80
18
8

13
2

2.
4

80
22
3

15
3

2.
8

80
18
7

15
6

2.
3

80
18
1

15
8

2.
3

9
6

福
岡
県

私
国
際

医
療
福
祉
大
学
（
大
川
）

福
岡
保
健
医

療
理
学
療
法

80
40
0

16
1

5.
0

80
39
0

16
3

4.
9

80
31
8

12
0

4.
0

80
26
9

14
7

3.
4

80
23
9

13
6

3.
0

9
7

福
岡
県

私
帝
京

大
学
（
大
牟
田
）

福
岡
医
療
技

術
理
学
療
法

80
36
1

11
9

4.
5

80
37
8

10
5

4.
7

80
26
0

10
1

3.
3

80
25
0

10
4

3.
1

80
20
2

10
6

2.
5

9
8

佐
賀
県

私
西
九

州
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

理
学
療

法
学

40
11
7

49
2.
9

40
90

76
2.
3

40
90

67
2.
3

40
75

59
1.
9

40
58

49
1.
5

9
9

長
崎
県

国
長
崎

大
学

医
保
健

理
学
療
法
学

18
83

20
4.
6

18
68

19
3.
8

18
10
2

19
5.
7

18
10
9

20
6.
1

18
79

20
4.
4

1
0
0

熊
本
県

私
九
州

看
護
福
祉
大
学

看
護
福
祉

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

理
学
療

法
学

60
73

60
1.
2

60
19
2

13
6

3.
2

60
20
9

12
7

3.
5

60
22
6

12
8

3.
8

60
15
7

13
1

2.
6

1
0
1

熊
本
県

私
熊
本

保
健
科
学
大
学

保
健
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

理
学
療

法
学

40
29
3

74
7.
3

40
20
2

73
5.
1

40
22
4

70
5.
6

40
22
0

67
5.
5

40
18
3

80
4.
6

1
0
2

大
分
県

国
大
分

大
学

福
祉
健
康
科

学
理
学
療
法

-
-

-
-

-
-

-
-

30
23
6

33
7.
9

30
13
7

36
4.
6

30
16
1

35
5.
4

1
0
3

鹿
児
島
県

国
鹿
児

島
大
学

医
保
健

理
学
療

法
学

20
11
3

23
5.
7

20
78

23
3.
9

20
73

22
3.
7

20
48

23
2.
4

20
80

22
4.
0

49
40
5

10
5

8.
2

49
37
9

10
4

7.
7

50
36
5

11
1

7.
4

50
33
4

10
8

6.
7

54
32
0

10
8

6.
0

【
出

典
】

螢
雪

時
代

臨
時

増
刊

 
全

国
看

護
・

医
療

・
福

祉
系

大
学

・
短

大
・

専
門

学
校

 
受

験
年

鑑
 
2
0
1
3
年

 
1
0
月

号
 
~
2
0
1
7
年

1
0
月

号
]
 
(
旺

文
社

)
 
及

び
各

大
学

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

よ
り

作
成

平
均

2



②
作

業
療

法
士

受
験

資
格

取
得

可
能

な
全

国
の

大
学

N
O
.

都
道

府
県

種 別
大

学
学

部
学

科
専

攻
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率

1
北
海
道

国
北
海
道
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
18

39
17

2.
2

18
42

17
2.
3

18
63

18
3.
5

18
52

18
2.
9

18
56

18
3.
1

2
北
海
道

公
札
幌
医
科
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法

20
38

23
1.
9

20
29

20
1.
5

20
44

20
2.
2

20
47

22
2.
4

20
33

22
1.
7

3
北
海
道

私
日
本
医
療
大
学

保
健
医
療

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン

理
学
療
法

学
-

-
-

-
40

24
24

0.
6

40
45

39
1.
1

40
31

28
0.
8

40
18
0

16
2

4.
5

4
北
海
道

私
北
海
道
医
療
大

学
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
科
学

作
業
療
法

40
98
8

20
6

24
.7

40
79
3

21
6

19
.8

40
71
0

22
0

17
.8

40
68
5

20
7

17
.1

40
56
4

18
5

14
.1

5
北
海
道

私
北
海
道
文
教
大

学
人
間
科

作
業
療
法

40
14
9

78
3.
7

40
11
3

83
2.
8

40
11
4

79
2.
9

40
92

75
2.
3

40
80

62
2.
0

6
北

海
道

私
北

海
道

千
歳

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
大

学
健

康
科

学
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

30
40

37
1.
3

30
31

30
1.
0

7
青
森
県

国
弘
前
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
20

93
20

4.
7

20
59

21
3.
0

20
10
1

21
5.
1

20
49

22
2.
5

20
38

21
1.
9

8
青
森
県

私
弘
前
医
療
福
祉

大
学

保
健

医
療
技
術

作
業
療
法
学

40
88

49
2.
2

40
94

55
2.
4

40
77

63
1.
9

40
84

69
2.
1

40
75

71
1.
9

9
宮
城
県

私
東
北
福
祉
大
学

健
康
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
54
9

82
13
.7

40
27
0

10
8

6.
8

40
28
4

12
6

7.
1

40
49
4

95
12
.4

40
24
4

90
6.
1

1
0

宮
城
県

私
東
北
文
化
学
園

大
学

医
療
福
祉

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

60
11
4

99
1.
9

60
90

88
1.
5

60
14
0

11
6

2.
3

60
10
4

85
1.
7

60
98

76
1.
6

1
1

秋
田
県

国
秋
田
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
18

68
15

3.
8

18
12
3

22
6.
8

18
95

21
5.
3

18
12
2

21
6.
8

18
15
4

20
8.
6

1
2

山
形
県

公
山
形
県
立
保
健

医
療
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法

20
70

23
3.
5

20
65

25
3.
3

20
85

23
4.
3

20
55

22
2.
8

20
43

21
2.
2

1
3

茨
城
県

公
茨
城
県
立
医
療

大
学

保
健
医
療

作
業
療
法

40
14
4

41
3.
6

40
14
8

41
3.
7

40
13
4

43
3.
4

40
22
9

44
5.
7

40
11
7

41
2.
9

1
4

栃
木
県

私
国
際
医
療
福
祉

大
学
（
大
田
原
）

保
健
医
療

作
業
療
法

80
38
4

17
5

4.
8

80
31
9

16
4

4.
0

80
24
3

12
4

3.
0

80
18
7

11
6

2.
3

80
20
0

92
2.
5

1
5

群
馬
県

国
群
馬
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
20

70
22

3.
5

20
11
7

21
5.
9

20
58

21
2.
9

20
57

22
2.
9

20
76

22
3.
8

1
6

群
馬
県

私
群
馬
医
療
福
祉

大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

25
22
2

37
8.
9

25
17
5

39
7.
0

25
20
5

33
8.
2

25
13
7

32
5.
5

35
11
4

45
3.
3

1
7

埼
玉
県

公
埼
玉
県
立
大
学

保
健
医
療
福
祉

作
業
療
法

40
13
0

42
3.
3

40
16
3

42
4.
1

40
89

42
2.
2

40
16
3

40
4.
1

40
17
0

42
4.
3

1
8

埼
玉
県

私
日
本
医
療
科
学

大
学

保
健
医
療

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
15
8

77
4.
0

40
16
6

86
4.
2

40
13
3

85
3.
3

40
14
7

79
3.
7

40
12
1

10
9

3.
0

1
9

埼
玉
県

私
文
京
学
院
大
学

保
健
医
療
技
術

作
業
療
法

40
32
3

66
8.
1

40
32
0

11
8

8.
0

40
35
5

84
8.
9

40
22
0

81
5.
5

40
26
8

87
6.
7

2
0

埼
玉
県

私
目
白
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法

60
34
8

13
3

5.
8

60
29
4

12
7

4.
9

60
22
8

15
2

3.
8

60
20
8

12
0

3.
5

60
18
6

13
7

3.
1

2
1

千
葉
県

公
千
葉
県
立
保
健

医
療
大
学

健
康
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
25

84
26

3.
4

25
78

25
3.
1

25
45

25
1.
8

25
94

26
3.
8

25
80

25
3.
2

2
2

千
葉
県

私
国
際
医
療
福
祉

大
学

成
田
保
健
医
療

作
業
療
法

-
-

-
-

-
-

-
-

40
10
6

65
2.
7

40
13
3

67
3.
3

40
16
9

69
4.
2

2
3

千
葉
県

私
帝
京
平
成
大
学

（
市
原
）

地
域
医
療
ス
ポ
ー
ツ

作
業
療
法

40
62
0

16
3

15
.5

40
22
0

73
5.
5

40
98

60
2.
5

40
34
3

14
5

8.
6

40
12
7

69
3.
2

2
4

東
京
都

公
首
都
大
学
東
京

健
康
福
祉

作
業
療
法

40
10
0

43
2.
5

40
15
5

43
3.
9

40
94

41
2.
4

40
19
4

42
4.
9

40
10
1

41
2.
5

2
5

東
京
都

私
杏
林
大
学

保
健

作
業
療
法

40
16
1

12
1

4.
0

40
42
8

13
6

10
.7

40
41
1

12
6

10
.3

40
32
8

15
6

8.
2

54
35
2

19
4

6.
5

2
6

東
京
都

私
帝
京
平
成
大
学

（
池
袋
）

健
康
メ
デ
ィ
カ
ル

作
業
療
法

80
45
5

16
0

5.
7

80
50
6

12
7

6.
3

80
33
6

12
8

4.
2

80
38
2

15
7

4.
8

60
40
4

72
6.
7

2
7

東
京
都

私
東
京
医
療
学
院

大
学

保
健
医
療

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

30
17
6

11
4

5.
9

30
15
8

10
5

5.
3

30
10
9

89
3.
6

30
87

83
2.
9

30
65

57
2.
2

2
8

東
京
都

私
東
京
工
科
大
学

医
療
保
健

作
業
療
法

40
50
8

85
12
.7

40
29
5

14
1

7.
4

40
37
6

15
8

9.
4

40
29
5

14
5

7.
4

40
59
9

10
5

15
.0

2
9

神
奈
川
県

公
神
奈
川
県
立
保
健
福
祉
大
学

保
健
福
祉

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

20
53

20
2.
7

20
42

22
2.
1

20
55

21
2.
8

20
49

21
2.
5

20
39

21
2.
0

3
0

神
奈
川
県

私
北
里
大
学

医
療
衛
生

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
38

14
0

70
3.
7

38
16
9

69
4.
4

38
18
7

78
4.
9

38
13
5

68
3.
6

40
14
2

55
3.
6

3
1

神
奈
川
県

私
昭
和
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法

30
14
0

70
4.
7

30
15
3

62
5.
1

30
11
2

47
3.
7

30
10
2

66
3.
4

30
14
2

59
4.
7

3
2

神
奈
川
県

私
国
際
医
療
福
祉
大
学
（
小
田
原
）

小
田
原
保
健
医
療

作
業
療
法

40
16
2

99
4.
1

40
19
8

90
5.
0

40
14
9

80
3.
7

40
10
4

22
7

2.
6

40
13
5

64
3.
4

3
3

神
奈
川
県

私
湘
南
医
療
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法
学

-
-

-
-

40
10
0

66
2.
5

40
12
0

64
3.
0

40
96

78
2.
4

40
13
7

56
3.
4

3
4

新
潟
県

私
新
潟
医
療
福
祉

大
学

医
療
技
術

作
業
療
法

40
21
3

67
5.
3

40
19
9

75
5.
0

40
14
9

82
3.
7

40
18
1

66
4.
5

50
14
1

10
1

2.
8

3
5

新
潟
県

私
新
潟
リ
ハ
ビ
リ

テ
ー
シ
ョ
ン
大
学

医
療

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

40
75

71
1.
9

40
80

71
2.
0

40
68

56
1.
7

40
45

42
1.
1

40
77

21
1.
9

3
6

石
川
県

国
金
沢
大
学

医
薬
保
健
学
類

保
健
学
類

作
業
療
法
学

20
60

20
3.
0

20
56

20
2.
8

20
10
2

20
5.
1

20
63

22
3.
2

20
74

21
3.
7

3
7

石
川
県

私
金
城
大
学

医
療
健
康

作
業
療
法

35
14
0

77
4.
0

35
17
5

10
0

5.
0

35
14
4

77
4.
1

35
13
4

55
3.
8

30
97

60
3.
2

3
8

福
井

県
私

福
井

医
療

大
学

保
健

医
療

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

40
77

67
1.
9

40
49

43
1.
2

3
9

山
梨
県

私
健
康
科
学
大
学

健
康
科
学

作
業
療
法

80
10
2

10
4

1.
3

80
11
1

10
4

1.
4

80
12
2

12
1

1.
5

80
77

75
1.
0

80
82

80
1.
0

4
0

山
梨
県

私
帝
京
科
学
大
学

（
上
野
原
）

医
療
科
学

作
業
療
法

40
18
5

54
4.
6

40
28
1

57
7.
0

40
11
4

44
2.
9

40
89

53
2.
2

40
15
3

59
3.
8

4
1

長
野
県

国
信
州
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
-

-
-

-
18

95
24

5.
3

18
13
1

23
7.
3

18
62

21
3.
4

18
94

22
5.
2

4
2

長
野
県

私
長
野
保
健
医
療

大
学

保
健
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
-

-
-

-
40

99
38

2.
5

40
77

40
1.
9

40
69

41
1.
7

40
47

35
1.
2

平
成

3
0
（

2
0
1
8
）

年
度

平
成

2
9
（

2
0
1
7
）

年
度

平
成

2
6
（

2
0
1
4
）

年
度

平
成

2
7
（

2
0
1
5
）

年
度

平
成

2
8
（

2
0
1
6
）

年
度

3



②
作

業
療

法
士

受
験

資
格

取
得

可
能

な
全

国
の

大
学

N
O
.

都
道

府
県

種 別
大

学
学

部
学

科
専

攻
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率
入

学
定

員
志

願
者

数
合

格
者

数
倍

率

平
成

3
0
（

2
0
1
8
）

年
度

平
成

2
9
（

2
0
1
7
）

年
度

平
成

2
6
（

2
0
1
4
）

年
度

平
成

2
7
（

2
0
1
5
）

年
度

平
成

2
8
（

2
0
1
6
）

年
度

4
3

静
岡
県

私
聖
隷
ク
リ
ス
ト

フ
ァ
ー
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
30

17
4

68
5.
8

30
15
0

76
5.
0

30
13
3

75
4.
4

30
15
8

78
5.
3

30
14
8

68
4.
9

4
4

静
岡
県

私
常
葉
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法

40
36
6

16
8

9.
2

40
28
1

20
1

7.
02
5

40
29
6

21
3

7.
4

40
23
8

20
7

6.
0

40
19
1

16
9

4.
8

4
5

愛
知
県

国
名
古
屋
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
20

40
22

2.
0

20
51

25
2.
6

20
44

25
2.
2

20
70

25
3.
5

20
88

25
4.
4

4
6

愛
知
県

私
星
城
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
40

31
9

11
5

8.
0

40
32
6

96
8.
15

40
28
7

88
7.
2

40
22
2

10
6

5.
6

40
23
5

96
5.
9

4
7

愛
知
県

私
中
部
大
学

生
命
健
康
科
学

作
業
療
法

40
36
2

10
7

9.
1

40
27
9

11
3

7.
0

40
33
5

10
2

8.
4

40
31
4

11
7

7.
9

40
27
1

90
6.
8

4
8

愛
知
県

私
日
本
福
祉
大
学

健
康
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
63
3

98
15
.8

40
49
2

11
8

12
.3

40
43
6

14
8

10
.9

40
47
1

15
0

11
.8

40
60
7

78
15
.2

4
9

愛
知
県

私
藤
田
保
健
衛
生

大
学

医
療
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

35
19
4

11
0

5.
5

35
21
4

10
3

6.
1

35
23
7

15
5

6.
8

35
22
2

12
3

6.
3

45
22
4

10
9

5.
0

5
0

京
都
府

国
京
都
大
学

医
人
間
健
康
科

作
業
療
法
学

18
50

22
2.
8

18
39

20
2.
2

18
28

20
1.
6

18
7

5
0.
4

10
0

23
5

84
2.
4

5
1

京
都
府

私
佛
教
大
学

保
健
医
療
技
術

作
業
療
法

40
56
9

12
0

14
.2

40
50
4

13
8

12
.6

40
48
7

15
4

12
.2

40
42
3

14
7

10
.6

40
42
8

12
9

10
.7

5
2

大
阪
府

公
大
阪
府
立
大
学

地
域
保
健
学
域

総
合
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ

ｼ
ｮ
ﾝ
学
類

作
業
療
法
学

25
11
8

28
4.
7

25
14
1

27
5.
6

25
12
6

27
5.
0

25
14
1

27
5.
6

25
13
5

26
5.
4

5
3

大
阪
府

私
藍
野
大
学

医
療
保
健

作
業
療
法

40
88

69
2.
2

40
88

-
-

40
14
8

88
3.
7

40
15
9

69
4.
0

40
14
6

96
3.
7

5
4

大
阪
府

私
大
阪
河
崎
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
60

60
49

1.
0

60
10
3

44
1.
7

60
10
7

72
1.
8

60
97

82
1.
6

60
64

53
1.
1

5
5

大
阪
府

私
大
阪
保
健
医
療

大
学

保
健
医
療

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

30
68

52
2.
3

30
11
0

57
3.
7

30
89

45
3.
0

30
75

44
2.
5

30
41

29
1.
4

5
6

大
阪
府

私
関
西
福
祉
科
学

大
学

保
健
医
療

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
21
2

10
7

5.
3

40
28
5

10
9

7.
1

40
29
1

13
8

7.
3

40
28
6

10
6

7.
2

50
24
4

12
6

4.
9

5
7

大
阪
府

私
四
條
畷
学
園
大

学
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
68

32
1.
7

40
12
4

34
3.
1

40
63

23
1.
6

40
80

16
2.
0

40
34

14
0.
9

5
8

大
阪
府

私
森
ノ
宮
医
療
大

学
保
健
医
療

作
業
療
法

-
-

-
-

--
-

-
-

40
76

89
1.
9

40
37
4

69
9.
4

40
10
7

59
2.
7

5
9

大
阪
府

私
大
和
大
学

保
健
医
療

作
業
療
法
学

40
90

41
2.
3

40
25
7

85
6.
4

40
41
7

20
0

10
.4

40
41
8

14
5

10
.5

40
50
0

13
1

12
.5

6
0

兵
庫
県

国
神
戸
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
20

62
22

3.
1

20
54

22
2.
7

20
68

26
3.
4

20
7

5
0.
4

20
50

23
2.
5

6
1

兵
庫
県

私
神
戸
学
院
大
学

総
合
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

医
療
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ

ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
20
6

12
1

5.
2

40
31
6

99
7.
9

40
28
1

90
7.
0

40
16
8

96
4.
2

40
23
5

11
4

5.
9

6
2

兵
庫
県

私
姫
路
獨
協
大
学

医
療
保
健

作
業
療
法

40
22
1

14
0

5.
5

40
17
7

11
3

4.
4

40
12
1

63
3.
0

40
11
0

74
2.
8

40
10
5

71
2.
6

6
3

兵
庫
県

私
兵
庫
医
療
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

40
19
9

74
5.
0

40
18
5

72
4.
6

40
17
6

72
4.
4

40
18
5

69
4.
6

40
18
6

84
4.
7

6
4

岡
山
県

私
川
崎
医
療
福
祉

大
学

医
療
技
術

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
23
9

11
5

6.
0

40
30
7

98
7.
7

40
23
3

74
5.
8

40
31
0

10
8

7.
8

60
23
7

11
8

4.
0

6
5

岡
山
県

私
吉
備
国
際
大
学

保
健
医
療
福
祉

作
業
療
法

40
61

52
1.
5

40
85

56
2.
1

40
68

54
1.
7

40
61

50
1.
5

40
48

45
1.
2

6
6

広
島
県

国
広
島
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
30

73
33

2.
4

30
57

32
1.
9

30
38

32
1.
3

30
10
7

52
3.
6

30
68

31
2.
3

6
7

広
島
県

公
県
立
広
島
大
学

保
健
福
祉

作
業
療
法

30
16
4

31
5.
5

30
12
8

35
4.
3

30
16
6

31
5.
5

30
14
0

33
4.
7

30
12
5

30
4.
2

6
8

広
島
県

私
広
島
国
際
大
学

総
合
ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
38
5

13
7

9.
6

40
57
8

15
1

14
.5

40
45
3

15
8

11
.3

40
36
8

16
5

9.
2

40
40
5

13
2

10
.1

6
9

広
島
県

私
広
島
都
市
学
園

大
学

健
康
科

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法
学

40
72

60
1.
8

40
93

68
2.
3

40
15
7

81
3.
9

40
10
8

53
2.
7

40
61

31
1.
5

7
0

福
岡
県

私
九
州
栄
養
福
祉

大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

40
10
4

69
2.
6

40
82

71
2.
1

40
89

74
2.
2

40
61

59
1.
5

40
68

64
1.
7

7
1

福
岡
県

私
国
際
医
療
福
祉

大
学
（
大
川
）

福
岡
保
健
医
療

作
業
療
法

40
15
2

63
3.
8

40
99

80
2.
5

40
10
8

55
2.
7

40
95

67
2.
4

40
84

53
2.
1

7
2

福
岡
県

私
帝
京
大
学
（
大

牟
田
）

福
岡
医
療
技
術

作
業
療
法

40
12
8

67
3.
2

40
13
2

63
3.
3

40
10
5

50
2.
6

40
64

51
1.
6

40
62

44
1.
6

7
3

佐
賀
県

私
西
九
州
大
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

作
業
療
法

学
40

52
47

1.
3

40
49

48
1.
2

40
46

46
1.
2

40
91

42
2.
3

40
36

36
0.
9

7
4

長
崎
県

国
長
崎
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
18

64
20

3.
6

18
56

18
3.
1

18
75

19
4.
2

18
76

22
4.
2

18
84

21
4.
7

7
5

熊
本
県

私
熊
本
保
健
科
学

大
学

保
健
科
学

ﾘ
ﾊ
ﾋ
ﾞ
ﾘ
ﾃ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ

生
活
機
能

療
法
学

40
14
4

67
3.
6

40
12
1

76
3.
0

40
22
4

70
5.
6

40
11
3

77
2.
8

40
14
1

71
3.
5

7
6

宮
崎
県

私
九
州
保
健
福
祉

大
学

保
健
科
学

作
業
療
法

40
68

51
1.
7

40
54

42
1.
4

40
69

32
1.
7

40
42

32
1.
1

40
34

32
0.
9

7
7

鹿
児
島
県

国
鹿
児
島
大
学

医
保
健

作
業
療
法

学
20

10
1

25
5.
1

20
75

24
3.
8

20
93

22
4.
7

20
93

22
4.
7

20
79

25
4.
0

37
19
2

72
5.
2

37
17
9

72
4.
9

37
16
6

73
4.
5

37
16
0

72
4.
3

39
15
5

66
4.
0

【
出

典
】

螢
雪

時
代

臨
時

増
刊

 
全

国
看

護
・

医
療

・
福

祉
系

大
学

・
短

大
・

専
門

学
校

 
受

験
年

鑑
 
2
0
1
3
年

 
1
0
月

号
 
~
2
0
1
7
年

1
0
月

号
]
 
(
旺

文
社

)
 
及

び
各

大
学

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

よ
り

作
成

　
京

都
大

学
に

つ
い

て
は

平
成

3
0
年

度
は

専
攻

別
に

募
集

し
て

い
な

い
た

め
、

空
欄

と
し

た

平
均

4



高校生調査
集計分析結果

2018年10月

学校法人敬心学園

大学開設準備室

【資料２】



2

目次

3• 調査の目的と概要

• 1.単純集計結果 5



調査の目的と概要

3



4

調査の目的と概要

⚫ 調査の目的 ： 現在高校2年生の卒業後の進路についての考え方、及び東京専門職大学
(仮称)(以降本学と呼ぶ)）についての関心、入学以降やどのような要素に
関心があるか、などを把握する。

⚫ 調査の実施時期：平成30（2018）年9月～10月

⚫ 調査概要

* 調査対象 ：1都3県の高校2年生

* 調査対象地域：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県

* 配布数 ：20校3,480人

* 回収数 ：14校1,722人（回収率55.9％）

* 調査方法 ：郵送留め置き及び直接持参

* 調査実施 ：敬心学園大学開設準備室

⚫ 主な回答結果

* 本学に対し、「大変興味を持った｣という回答割合は4.4％、「やや興味を持った」は

20.8 ％となり、それらをあわせた肯定的な回答割合は25.2％であった。

* 最も魅力を感じるもので最も高い割合であったものは「学部学科」で21.6％、次いで2

位が「資格の取得ができる」19.3％、3位は｢カリキュラム（授業）の内容」11.1％で

あった。

* 各学科への進学意向は以下のとおりとなった。

※学部・学科編成の変更に伴い、調査時と本資料での名称表記を以下のように変更している。

「理学療法専攻 昼間コース」→「理学療法学科」

「理学療法専攻 夜間コース」→ 削除

「作業療法専攻 昼間コース」→「作業療法学科」

「作業療法専攻 夜間コース」→ 削除

「福祉介護イノベーション学科」→ 削除

単位：人

ぜひ進学したい

進学を検討しても良い

合計

理学療法学科

81

153

234

作業療法学科

64

115

179
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性別

• 性別では、男性が59.2％と女性より多かった。

問１.性別 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 男性 1,020 59.2 

2 女性 702 40.8 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,722 100.0           

59.2 40.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

性別

N = 1,722

男性 女性 不明
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本学への興味

• 本学に対し、「大変興味を持った｣という回答割合は4.4％、「やや興味を持った」は

20.8 ％となり、それらをあわせた肯定的な回答割合は25.2％であった。

問２.東京専門職大学への興味 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 大変興味を持った 76 4.4 

2 やや興味を持った 358 20.8 

3 どちらともいえない 503 29.2 

4 あまり興味は無い 322 18.7 

5 全く興味は無い 463 26.9 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,722 100.0           

4.4 20.8 29.2 18.7 26.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東京専門職大学（仮称）への興味

N = 1,722

大変興味を持った やや興味を持った どちらともいえない

あまり興味は無い 全く興味は無い 不明
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最も魅力を感じるもの

• 最も魅力を感じるもので最も高い割合であったものは「学部学科」で21.6％、次いで2
位が「資格の取得ができる」19.3％、3位は｢カリキュラム（授業）の内容」11.1％で
あった。

問３.最も魅力を感じるもの (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 学部学科 372 21.6 

2 教育理念や方針 128 7.4 

3 興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える 169 9.8 

4 カリキュラム（授業）の内容 191 11.1 

5 資格の取得ができる 333 19.3 

6 資格取得者の合格率 131 7.6 

7 就職実績 188 10.9 

8 学費（入学金・授業料） 85 4.9 

9 立地・通学時間 76 4.4 

10 入試科目・入試方法 49 2.8 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,722 100.0           

21.6 7.4 9.8 11.1 19.3 7.6 10.9 4.9 4.4 2.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

最も魅力を感じるもの

N = 1,722

学部学科 教育理念や方針
興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える カリキュラム（授業）の内容
資格の取得ができる 資格取得者の合格率
就職実績 学費（入学金・授業料）
立地・通学時間 入試科目・入試方法
不明
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進学意向

• 「ぜひ進学したい」「進学を検討しても良い」を合計した肯定的な回答結果は、理学
療法学科が234人、作業療法学科が179人となり、どちらの学科も定員を上回る結果と
なった。

• 「ぜひ進学したい」の回答者は、理学療法学科（81人）で定員を上回った。

• なお、回答に重複回答は含んでいない。 

　　問4.「東京専門職大学（仮称）」に進学したいと思いますか。

単位：人

ぜひ進学したい

進学を検討しても良い

合計

ぜひ進学したい
進学を検討しても

良い

併願校の結果によ

る

どちらともいえな

い

進学したいと思わ

ない

進学したいか/PT 4.7 8.9 12.4 34.3 39.7

進学したいか/OT 3.7 6.7 13 35.7 40.9

理学療法学科

81

153

234

作業療法学科

64

115

179

4.7

3.7

8.9

6.7

12.4

13

34.3

35.7

39.7

40.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

進学したいか/PT

進学したいか/OT

進学意向

ぜひ進学したい 進学を検討しても良い 併願校の結果による どちらともいえない 進学したいと思わない





以上で終了です。ご協力いただき大変ありがとうございました。 

大学の新設計画に関するアンケート調査 

学校法人敬心学園では、平成 32 年 4 月に新しい大学「東京専門職大学(仮称)」の開学を計画しています。専門

職大学とは、専門職業人の養成を目的とする新たな高等教育機関として設けられることとなった大学です。 

このアンケート調査は、現在高校 2 年生の皆さんから卒業後の進路についての考え方などをお聞きし、大学の計

画作りの参考資料として使用することを目的にしています。回答にあたっては、別紙のリーフレットをご一読くだ

さい。本アンケート調査は無記名でお願いしています。お名前はご記入いただきませんようお願いいたします。 

アンケートの結果は統計的に処理し、大学設置の参考資料としてのみ使用します。ご協力宜しくお願い致します。

アンケートの回答には、選択肢の該当する番号に直接○を付けてください。

問1 あなたの性別を教えてください。（あてはまるもの１つに○） 

1. 男性 2. 女性

問2 あなたは別紙の｢東京専門職大学（仮称）」のリーフレットを読んで興味を持ちましたか。（○はひとつだけ） 

１. 大変興味を持った 2. やや興味を持った ３．どちらともいえない 

４. あまり興味は無い 5. 全く興味は無い

問3 「東京専門職大学（仮称）」のリーフレットを読み、本学について最も魅力を感じるものをひとつ選び、当て

はまる番号に○をつけてください。 

最も魅力を感じること(一つだけ選んで下さい) 

1. 学部学科 １ 

2. 教育理念や方針 ２ 

3. 興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える ３ 

4. カリキュラム（授業）の内容 ４ 

5. 資格の取得ができる ５ 

6. 資格取得者の合格率 ６ 

7. 就職実績 ７ 

８. 学費（入学金・授業料） ８ 

９. 立地・通学時間 ９ 

10. 入試科目·入試方法 10 

※資格取得者の合格率および就職実績については敬心学園の実績となります。

■敬心学園ホームページ http://www.keishin-group.jp

問4 あなたは「東京専門職大学（仮称）」の以下の学科・専攻を受験し合格した場合、進学したいと思いますか。当てはまる番

号にそれぞれ○を付けて下さい。 

ぜひ進学した

い 

進学を検討し

ても良い 

併願校の結果

による 

どちらともい

えない 

進学したいと

思わない 

医療福祉学部 リハ

ビリテーション学科 

理学療法専攻 
昼間コース １ ２ ３ ４ ５ 

夜間コース 1 ２ ３ ４ ５ 

作業療法専攻 
昼間コース 1 ２ ３ ４ ５ 

夜間コース 1 ２ ３ ４ ５ 

医療福祉学部 福祉介護イノベーション学科 1 ２ ３ ４ ５ 

【資料３】 
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「専門性」「実践力」「応用力」「想像

力」を身に着け、専門技術等を有しつつ、

新たなサービス・プランの企画や商品開発

等を推進できる人材（さらに､それらを活

かした開業や起業ができる人材）として、

保健・医療・福祉の分野での活躍が期待さ

れます。

新たなサービスを開

発できる人材

開業や起業ができ

る人材

新たな価値を創造すること

ができる専門職業人材
共生社会の推進・実現ができる人材

性別や年齢、国籍，障がいの有

無、そして価値観や考え方な

ど、人々の多様性を受け入れ、

共存・共生できる『共生社会の

推進・実現』に向け、高い専門

性を備えた職業人を育成しま

す。

（仮称）

【資料４】 
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1 カリキュラムの特長
理 学 療 法士／作 業 療 法士／介護福祉士の資格を取得するにとどまらず、実習をはじめ

さまざまな科目を通じて専門性を深め、さらに経営を学ぶなど事業化力も養うのが特長です。

《豊かな創造カ・高度な実践力》

理学療法士 一 一

作業療法士

介護福祉士
一

1 学科 ・ 学費

学部 学科 専攻

理学療法専攻（昼間コース）

リハピリテ ー ション学科医療福祉学部

(4年制）

理学療法専攻（夜間コース） 

作業療法専攻（昼間コース） 

作業療法専攻（夜間コース）

福祉介護イノベー ション学科

� 

1 敬心グル ー プの実績

現在5校の専門学校を運営する敬心

学園は、長年にわたリ高い国家試験

合格率を誇リ、数多くの優秀な人材

を輩出してきました。

ル
人に、社会に、輝きを。

KEISHIN 敬心学園

●首都大学東京健康福祉学部理学療法学科
●帝京平成大学健康メディカル学部理学療法学科
●帝京科学大学医療科学部理学療法学科
●帝京科学大学医療科学部医療福祉学科

学校法人敬心学園東京都知事認可厚生労働省指定養成施設

＆日本リJlピリテ ー ション専門学校
学校法人敬心学園東京都知事認可厚生労働省指定養成施設

＠｝日本福祉教育専門学校
学校沫人敬心学園棗京都知事諾可厚生労働省指定蓉岱飾船

牧臨床福祉専門学校

゜
学校法人敬心学園東京都知事認可厚生労働省指定養成施設

J 日本児童教育専門学校
学校法人敬心学園東京都知事認可厚生労働省指定養成施設

�.. 日本医学柔整鍼灸専門学校

受験資格取得 初年度納入金

理学療法士 1,900,000円

理学療法士 1,700,000円

作業療法士 1,900,000円

作業療法士 1,700,000円

介護福祉士 1,450,000円

●首都大学東京健康福祉学部作業療法学科
●帝京平成大学健康メディカル学部作業療法学科
●東京工科大学医療保健学部作業療法学科
● 目白大学人間学部人間福祉学科

日本リハピリテ ー ション専門学校

ltJ�.fiエn 開校以来 100%

一
100% 100% 

理学療法学科（昼間部） 作業療法学科（昼間部）

96.0% 96.6% 
理学療法学科（夜間部） 作業療法学科（夜間部）

1 キャンパス予定地 ※敬心学園臨床福祉専門学校のキャンパス内に専門職大学を開学予定です。

問い合わせ先

東京専門職大学仮称）

大学開設準備室

柏 土浦
●-

東京駅まで14分 千葉駅まで43分

東陽町駅から 新宿駅まで24分 横浜駅まで43分

主要駅までの 渋谷駅まで28分 柏駅まで50分

所要時間 池袋駅まで30分 大宮駅まで52分

津田沼駅まで30分 土浦駅まで90分

※東京専門職大学（仮称）は、2020年4月の開学を目指し設置準備中です。本資料に記載された内容は予定であリ、変更の可能性があリます。 

〒171-0033
東京都豊島区高田3-6-15 日本福祉教育専門学校2階
TEL：03-5904-8908
E-mail ：koho@tpu.ac.jp

※カリキュラムは現在策定中のため、変更の可
能性があります。

※入試情報サイトの設置、インターネット出願や夜間入試など、多くの人が利用しやすい仕組みを検討中です。
AO入試、一般入試、社会人入試など多様な選抜方法を設定し、作文・小論文と面接を共通とし、一般入試は
国語・英語及び選択科目による試験の結果と合わせ選抜する計画です。
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社会人調査
集計分析結果

2018年 10月

学校法人敬心学園

大学開設準備室

【資料５】
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調査の目的と概要



調査の目的

⚫ 調査の目的 ：

* 調査実施期間：平成30（2018）年9月

* 調査対象 ：

* 調査方法 ：WEB調査

* 調査実施 ：マイボイスコム株式会社

⚫ 主な回答結果

* 2020年4月入学を想定している回答者は20.3％、40.7％は「その他」という状況

* 「大学等に進学したい理由」は「転職に向け、知識や技能を身に付けたいため」が最
も多い。

* 専門職大学については、「名前も概要も知っている」回答者は33.6％であった。

* 「東京専門職大学」に「大変興味を持った」回答者は33.7％、「やや興味を持った」は
47.8％で、半数以上が興味を持ったという回答で、これらを合計すると81.5％が興味を
持ったという回答となった。

* 「東京専門職大学」で最も魅力を感じるものは「資格の取得ができる」、次いで魅力
を感じるもの（3つまで選択可）では「興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増え
る」が2番目に高くなっている。

* 各学科について「ぜひ進学したい」割合は理学療法学科が38.1％、作業療法学科が
8.2％であり、「進学を検討しても良い」という質問には、理学療法学科が17.9％、作
業療法学科は29.4％という回答割合となった。

4

※学部・学科編成の変更に伴い、調査時と本資料での名称表記を以下のように変更している。

「理学療法専攻 昼間部」→「理学療法学科」

「理学療法専攻 夜間部」→ 削除

「作業療法専攻 昼間部」→「作業療法学科」

「作業療法専攻 夜間部」→ 削除

「福祉介護イノベーション学科 昼間部」→ 削除

理学療法・作業療法・介護に関心のある学びなおしを考えている社会人
が、「東京専門職大学」に対する関心度・進学意向やどのような要素に
関心があるか、などを把握する

委託事業者のアンケートモニター登録者のうち、東京都、神奈川
県、埼玉県、千葉県在住の高校生を除く18歳以上60歳未満、かつ
「学びなおしに興味がある」「理学療法士、作業療法士、介護福
祉士に興味がある」という条件に当てはまる1,006人
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居住地・性別

居住地

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 東京都 475 47.2 
2 神奈川県 210 20.9 
3 千葉県 151 15.0 
4 埼玉県 170 16.9 

5 上記以外 0 0.0 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

47.2% 20.9% 15.0% 16.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

居住地

東京都 神奈川県 千葉県 埼玉県 上記以外 不明

6

性別

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 男性 675 67.1 

2 女性 331 32.9 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

67.1 32.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

性別

男性 女性 不明

• 居住地は東京都が47.2％で最も多く、神奈川県が20.9％であった。

• 性別では、男性が67.1％と女性より多くなっている。

• 35歳以上40歳未満が最も多く17.7％、25歳以上30歳未満が15.7％、一方20歳以上25
歳未満10.5％であり、若年層が少ない。

• 結婚している割合は57.0％であった。

概要（P.6～P.7まで）



年齢・婚姻状況

7

年齢

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 １５歳以上２０歳未満 22 2.2 
2 ２０歳以上２５歳未満 106 10.5 
3 ２５歳以上３０歳未満 158 15.7 
4 ３０歳以上３５歳未満 145 14.4 
5 ３５歳以上４０歳未満 178 17.7 
6 ４０歳以上４５歳未満 111 11.0 
7 ４５歳以上５０歳未満 136 13.5 
8 ５０歳以上５５歳未満 82 8.2 
9 ５５歳以上 68 6.8 

10 不明 0 0.0 
N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

2.2% 10.5% 15.7% 14.4% 17.7% 11.0% 13.5% 8.2% 6.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年齢

１５歳以上２０歳未満 ２０歳以上２５歳未満

２５歳以上３０歳未満 ３０歳以上３５歳未満

３５歳以上４０歳未満 ４０歳以上４５歳未満

４５歳以上５０歳未満 ５０歳以上５５歳未満

５５歳以上 不明

婚姻状況

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 結婚している 573 57.0 

2 結婚していない（離死別含む） 433 43.0 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

57.0 43.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

婚姻状況

結婚している 結婚していない（離死別含む） 不明



就労状況

8

S1. あなたは現在働いていますか？

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 正規雇用で働いている 673 66.9 

2 契約社員・派遣社員として働いている 46 4.6 

3 パート・アルバイトで働いている 101 10.0 

4 自営業を営んでいる 39 3.9 

5 働いていない 74 7.4 

6 大学・専門学校に学生として通っている 69 6.9 

7 高校に生徒として通っている 0 0.0 

8 その他 4 0.4 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

66.9 

4.6 

10.0 

3.9 

7.4 

6.9 

0.0 

0.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

正規雇用で働いている

契約社員・派遣社員として働…

パート・アルバイトで働いて…

自営業を営んでいる

働いていない

大学・専門学校に学生として…

高校に生徒として通っている

その他

不明

就労状況



学び直しへの興味・興味のある職種

S2. あなたは、大学等で今後学ぶことを考えていますか？

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 考えている 1006 100.0           

2 考えていない 0 0.0 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

100.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大学・大学院・専門学校に入学して今後学ぶことを考えているか

考えている 考えていない 不明

9

S3. 今後の職業として興味のあるものを選んでください（いくつでも）

№ カテゴリ 件数(MA) (全体)%

1 介護にかかわる仕事 536 53.3 

2 作業療法にかかわる仕事 405 40.3 

3 理学療法にかかわる仕事 452 44.9 

4 スポーツ医療にかかわる仕事 355 35.3 

5 上記以外 94 9.3 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

53.3 

40.3 

44.9 

35.3 

9.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

介護にかかわる仕事

作業療法にかかわる仕事

理学療法にかかわる仕事

スポーツ医療にかかわる仕事

上記以外

今後の職業として興味のあるもの



考えている進学先

• 進学先は、「通信制の大学」が最も多く50.9％、次いで「大学の夜間部または夜間主コー
ス」42.6％で、上位は通信制のコースであった。

問1　あなたが考えている進学先として当てはまるもの（すべて選択)

№ カテゴリ 件数(MA) (全体)%

大学の昼間部(n=1 1 大学の昼間部 309 30.7 

大学の夜間部または夜間主コース(n=3 2 大学の夜間部または夜間主コース 429 42.6 

通信制の大学(n=4 3 通信制の大学 512 50.9 

大学院の昼間部(n=10 4 大学院の昼間部 175 17.4 

大学院の夜間部または夜間主コース(n=18 5 大学院の夜間部または夜間主コース 250 24.9 

通信制の大学院(n=21 6 通信制の大学院 254 25.2 

専門学校の昼間部(n=1 7 専門学校の昼間部 115 11.4 

専門学校の夜間部または夜間主コース(n=25 8 専門学校の夜間部または夜間主コース 260 25.8 

専門学校の通信コース(n=35 9 専門学校の通信コース 261 25.9 

その他(n=2 10 その他 2 0.2 

不明(n= 不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ）(n=100 N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

19.0

42.6

50.9

17.4

24.9

25.2

11.4

25.8

25.9

0.2

 0%  10%  20%  30%  40%  50%  60%

大学の昼間部

大学の夜間部または夜間主コース

通信制の大学

大学院の昼間部

大学院の夜間部または夜間主コース

通信制の大学院

専門学校の昼間部

専門学校の夜間部または夜間主コース

専門学校の通信コース

その他

あなたが考えている進学先として、当てはまるもの
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現在の職種

• 現在の職種では「理学療法｣が30.3％、「作業療法」が13.5％、「介護｣が14.3％であり、合
計では58.1％であった。

• 医療・介護関係に係っていない割合は23.8％であった。

問2　現在の職種を選んでください

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 医療関係（理学療法） 305 30.3 

2 医療関係（作業療法） 136 13.5 

3 医療関係（看護） 70 7.0 

4 医療関係（上記以外） 112 11.1 

5 介護関係 144 14.3 

6 その他 239 23.8 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

30.3 13.5 7.0 11.1 14.3 23.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在の職種

医療関係（理学療法） 医療関係（作業療法）

医療関係（看護） 医療関係（上記以外）

介護関係 その他
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大学等で学ぶ場合仕事をどうするか

• ｢現在の仕事を続けながら大学等に通う」が最も多く55.3％と半数以上になった。

問3　今後大学等で学ぶ場合、現在の仕事はどうされる予定ですか。

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 現在の仕事を続けながら大学等に通う 556 55.3 

2 仕事を休職して大学等に通う 71 7.1 

3 仕事を辞めて大学等に通う 65 6.5 

4 大学等に通える仕事に転職して大学等に通う 56 5.6 

5 現在の仕事を辞めてアルバイト等をしながら大学等に通う 45 4.5 

6 まだ考えていない・わからない 120 11.9 

7 働いていない 90 8.9 

8 その他 3 0.3 

9 不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

55.3 7.1 6.5 5.6 4.5 11.9 8.9 

0.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今後大学等で学ぶ場合、現在の仕事はどうされる予定ですか。

現在の仕事を続けながら大学等に通う

仕事を休職して大学等に通う

仕事を辞めて大学等に通う

大学等に通える仕事に転職して大学等に通う

現在の仕事を辞めてアルバイト等をしながら大学等に通う

まだ考えていない・わからない

働いていない

その他

不明
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大学で学びたい時期

• 2020年4月の入学を検討している割合は20.3％であった。

• 大学で学びたい時期について「わからない」という回答は8.3％と低く、具体的に考えてい
る回答者が中心となっている。

問4　あなたは、いつ頃大学等で学びたいと考えていますか。

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 2019年４月入学 210 20.9 

2 2020年４月入学 204 20.3 

3 2021年４月入学以降 97 9.6 

4 わからない・決めていない 84 8.3 

5 その他 409 40.7 

不明 2 0.2 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

20.9 20.3 9.6 8.3 40.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あなたは、いつ頃大学等で学びたいと考えていますか。

2019年４月入学 2020年４月入学

2021年４月入学以降 わからない・決めていない

その他 不明
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進学したいと思った理由

• 進学したいと思った理由は「転職に向け、知識や技能を身に付けたいため」が最も多く
41.7％であった。

• 次いで「現在の仕事に関してより深い知識を身に付けたいため」37.9％、「現在の仕事には
関係なく、興味のある分野の勉強がしたいため」37.5％となった。

問5　あなたが大学等に進学したいと思った理由は何ですか。

№ カテゴリ 件数(MA) (全体)%

現在の仕事に関してより深い知識を身に付けたいため(n=2 1 現在の仕事に関してより深い知識を身に付けたいため 381 37.9 

転職に向け、知識や技能を身に付けたいため(n=3 2 転職に向け、知識や技能を身に付けたいため 419 41.7 

現在の仕事には関係なく、興味のある分野の勉強がしたいため(n=4 3
現在の仕事には関係なく、興味のある分野の勉強がしたい

ため
377 37.5 

学歴が欲しいため(n= 4 大学卒業という学歴が欲しいため 101 10.0 

資格を取得したいため(n=3 5 資格を取得したいため 325 32.3 

時間に余裕ができたため(n=10 6 時間に余裕ができたため 62 6.2 

その他(n=1 7 その他 10 1.0 

不明(n= 不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ）(n=100 N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

23.1

41.7

37.5

10.0

32.3

6.2

1.0

 0%  20%  40%  60%

現在の仕事に関してより深い知識を身に

付けたいため

転職に向け、知識や技能を身に付けたい

ため

現在の仕事には関係なく、興味のある分

野の勉強がしたいため

大学卒業という学歴が欲しいため

資格を取得したいため

時間に余裕ができたため

その他

不明

あなたが大学等に進学したいと思った理由は何ですか。
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興味･取得したい資格

№ カテゴリ 件数(MA) (全体)%

理学療法士(n=5 1 理学療法士 513 51.0 

作業療法士(n=3 2 作業療法士 359 35.7 

介護福祉士(n=3 3 介護福祉士 354 35.2 

言語聴覚士(n=1 4 言語聴覚士 141 14.0 

社会福祉士(n=28 5 社会福祉士 240 23.9 

精神保健福祉士(n=23 6 精神保健福祉士 176 17.5 

保育士(n=11 7 保育士 68 6.8 

養護学校教諭(n=5 8 養護学校教諭 42 4.2 

柔道整復師(n=7 9 柔道整復師 62 6.2 

鍼灸師(n=10 10 鍼灸師 52 5.2 

看護師(n=7 11 看護師 56 5.6 

手話通訳士(n=11 12 手話通訳士 46 4.6 

その他(n=4 13 その他 13 1.3 

不明(n=1 不明 32 3.2 

N （％ﾍﾞｰｽ）(n=100 N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

問6　あなたが興味のある、もしくは取得したいと思う資格として当てはまるものを選

んでください。（いくつでも）

57.3

35.7 35.2

14.0

23.9

17.5

6.8 4.2 6.2 5.2 5.6 4.6 1.3 3.2
 0%

 10%

 20%

 30%

 40%

 50%

 60%

興味のある、もしくは取得したいと思う資格
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進学先として考える学校

• 専門職大学については、「名前も概要も知っている」は33.6％、一方「専門職大学のことは
知らなかった」は24.4％であった。

• 本学については「大変興味をもった」が33.7％、「やや興味を持った」が47.8％であり、こ
れらを合計すると81.5％が肯定的な回答を示している。

• 本学に最も魅力を感じるものとしては「資格の取得ができる」が最も多く、20.3％、次いで
「興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える」20.1％、「学部･学科」17.6％であった
資格取得にとどまらない本学の人材育成の考え方が評価されたと考えられる。

概要（P.17～P.18まで）
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専門職大学についての認知・本学への興味

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 名前も概要も知っている 338 33.6 

2 名前は知っているが、どのような大学かは知らない 423 42.0 

3 「専門職大学」という大学のことは知らなかった 245 24.4 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

№ カテゴリ 件数(SA) (全体)%

1 大変興味を持った 339 33.7 

2 やや興味を持った 481 47.8 

3 どちらともいえない 134 13.3 

4 あまり興味はない 37 3.7 

5 興味はない 15 1.5 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

問8　あなたは敬心学園が開設を構想中の｢東京専門職大学（仮称）」の説明書を読ん

で興味を持ちましたか。

問7　あなたが「専門職大学」について知っていることを選んでください。

33.6 42.0 24.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「専門職大学」について知っていること

名前も概要も知っている

名前は知っているが、どのような大学かは知らない

「専門職大学」という大学のことは知らなかった

不明

33.7 47.8 13.3 3.7 

1.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

「東京専門職大学（仮称）」の説明を読んで何に興味を持ちましたか。

大変興味を持った やや興味を持った どちらともいえない

あまり興味はない 興味はない 不明
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本学に最も魅力を感じるもの

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 学部・学科 177 17.6 

2 教育理念や方針 117 11.6 

3 興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える 202 20.1 

4 カリキュラム（授業）の内容 158 15.7 

5 資格の取得ができる 204 20.3 

6 資格取得者の合格率 64 6.4 

7 就職実績 24 2.4 

8 学費（入学金・授業料） 34 3.4 

9 立地・通学時間 14 1.4 

10 入試科目・入試方法 10 1.0 

11 その他 2 0.2 

不明 0 0.0 

N （％ﾍﾞｰｽ） 1,006 100.0           

問9　「東京専門職大学（仮称）」の説明を読んで、最も魅力を感じたことをひとつ選んでく

ださい。

17.6 

11.6 

20.1 
15.7 

20.3 

6.4 

2.4 
3.4 

1.4 

1.0 

0.2 

「東京専門職大学（仮称）」の説明を読んで、最も魅力を感じるもの

学部・学科

教育理念や方針

興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える

カリキュラム（授業）の内容

資格の取得ができる

資格取得者の合格率

就職実績

学費（入学金・授業料）

立地・通学時間

入試科目・入試方法

その他

不明
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各学科への進学意向

• 「ぜひ進学したい」「進学を検討しても良い」を合計した肯定的な回答結果は、理学療法
学科が563人、作業療法学科が378人となった。

• どちらの学科も肯定的な回答人数が定員を上回った。

19

単位：人 理学療法学科 作業療法学科

ぜひ進学したい 383 82

進学を検討しても良い 180 296

合計 563 378

38.1

8.2

17.9

29.4

9.2

19.3

21.6

26

13.2

17.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

進学したいか/PT

進学したいか/OT

進学意向

ぜひ進学したい 進学を検討しても良い 併願校の結果による

どちらともいえない 進学したいと思わない

％のみ ぜひ進学したい
進学を検討して

も良い

併願校の結果に

よっては進学し

たい

どちらともいえな

い

進学したいと

思わない
合計

進学したいか/PT 38.1 17.9 9.2 21.6 13.2 100.0

進学したいか/OT 8.2 29.4 19.3 26 17.1 100.0



各学科への進学意向
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• 2020年4月に入学を希望している回答者のうち、「ぜひ進学したい」の回答は、理学療法学
科（82人）で定員を上回った。

• 回答に重複回答は含んでいない。

2020年4月に入学希望と各学科の希望

度数のみ
ぜひ進学した

い

進学を検討し

ても良い

併願校の結果

によっては進

学したい

どちらともい

えない

進学したい

と思わない
合計

理学療法学科 82 50 24 28 20 204          

作業療法学科 18 76 49 33 28 204          

18.0 

82.0 

76.0 

50.0 

49.0 

24.0 

33.0 

28.0 

28.0 

20.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

作業療法学科

理学療法学科

2020年4月に入学希望と各学科の希望

ぜひ進学したい 進学を検討しても良い

併願校の結果によっては進学したい どちらともいえない

進学したいと思わない



1 

学校法人敬心学園東京専門職大学(仮称) 

設置計画にかかわるアンケート調査 

学校法人敬心学園では、平成 32 年 4 月に「東京専門職大学(仮称)」を新たに設置することを計画していま

す。専門職大学とは、専門職業人の養成を目的とする新たな高等教育機関として設けられることとなった新し

い大学です。 

アンケート調査によって、将来大学等で学ぶことを考えている皆様から率直なご意見をお聞きし、新しく設

置する専門職大学の計画等に反映していきたいと考えています。 

皆様のご協力をお願いいたします。 

配信条件： 

① 1 都 3 県居住者

② 18 歳以上 59 歳以下

F1. あなたの性別をお知らせください。 

1. 男性

2. 女性

F2. あなたの年齢をお知らせください。 

歳 

F3. あなたのお住まいをお知らせください。 

1. 東京都

2. 神奈川県

3. 千葉県

4. 埼玉県

5. その他（ ） 

F4. あなたは結婚していますか。 

1. 結婚していない（未婚・離死別）

2. 結婚している

【資料 ６】 



2 

S1. あなたは現在働いていますか？ 

1. 正規雇用で働いている

2. 契約社員・派遣社員として働いている

3. パート・アルバイトで働いている

4. 自営業を営んでいる

5. 働いていない

6. 大学・専門学校に学生として通っている

7. 高校に生徒として通っている→終了

8. その他（ ） 

S2. あなたは、大学等で今後学ぶことを考えていますか？ 

1. 考えている

2. 考えていない →終了

S3. 今後の職業として興味のあるものを選んで下さい（いくつでも） 

1. 介護にかかわる仕事

2. 作業療法にかかわる仕事

3. 理学療法にかかわる仕事

4. スポーツ医療にかかわる仕事

5. 上記以外 →終了



3 

本調査 

問1 あなたが考えている進学先として、当てはまるものをすべてお選びください。（いくつでも） 

1. 大学の昼間部

2. 大学の夜間部または夜間主コース

3. 通信制の大学

4. 大学院の昼間部

5. 大学院の夜間部または夜間主コース

6. 通信制の大学院

7. 専門学校の昼間部

8. 専門学校の夜間部または夜間主コース

9. 専門学校の通信コース

問2 現在の職種を選んでください（１つだけ） 

1. 医療関係（理学療法）

2. 医療関係（作業療法）

3. 医療関係（看護）

4. 医療関係（上記以外）

5. 介護関係

6. その他（具体的にご記入ください）（              ） 

問3 今後大学等で学ぶ場合、現在の仕事はどうされる予定ですか。（１つだけ） 

1. 現在の仕事を続けながら大学に通う

2. 会社を休業して大学に通う

3. 会社を退職して大学に通う

4. 大学に通える仕事に転職して大学に通う

5. 会社を退職してアルバイト等をしながら大学に通う

6. まだ考えていない・わからない

7. 働いていない

8. その他（                    ） 

問4 あなたは、いつ頃大学等で学びたいと考えていますか。（１つだけ） 

1. 2020 年 4 月入学

2. 2021 年 4 月入学

3. 2022 年 4 月入学以降

4. わからない・決めていない

5. その他（ ） 
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問5 あなたが大学等に進学したいと思った理由は何ですか。（３つまで） 

1. 現在の仕事に関してより深い知識を身に付けたいため

2. 転職のため、知識や技能を身に付けたいため

3. 現在の仕事には関係なく、興味のある分野の勉強がしたいため

4. 大学卒業という学歴が欲しいため

5. 資格を取得したいため

6. 時間に余裕ができたため

7. その他（ ） 

問6 あなたが興味のある、もしくは取得したいと思う資格として当てはまるものを選んでください。（いく

つでも） 

１. 理学療法士

２. 作業療法士

３. 介護福祉士

４. 言語聴覚士

５. 社会福祉士

６. 精神保健福祉士

７. 保育士

８. 養護学校教諭

９. 柔道整復師

１０. 鍼灸師

１１. 看護師

１２. 手話通訳士

１３. その他（ ） 

ここからは専門職大学について伺います。 

問7 あなたが「専門職大学」について知っていることを選んでください。(○はひとつだけ) 

1. 名前も概要も知っている

2. 名前は知っているが、どのような大学かは知らない

3. 「専門職大学｣という大学のことは知らなかった

「東京専門職大学（仮称）の説明 

※上記リンクをクリックして読んで下さい。
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問8 あなたは敬心学園が開設を構想中の｢東京専門職大学（仮称）」の説明書を読んで興味を持ちましたか。

（あてはまるもの１つに○） 

1. 大変興味を持った

2. やや興味を持った

3. どちらともいえない

4. あまり興味はない

5. 興味はない

問9 「東京専門職大学（仮称）」の説明を読んで、最も魅力を感じたことをひとつ選んでください。 

最も魅力を感じる 

１. 学部・学科

２. 教育理念や方針

３. 興味や可能性が広げられ将来の選択肢が増える

４. カリキュラム（授業）の内容

５. 資格の取得ができる

６. 資格取得者の合格率

７. 就職実績

８. 学費(入学金・授業料)

９. 立地・通学時間

１０. 入試科目·入試方法

問10 あなたは「東京専門職大学（仮称）」が開設構想中の以下の学科・専攻を受験し合格した場合、進学し

たいと思いますか。（「ぜひ進学したい」は学科・専攻のなかからひとつだけ選択） (SA) 

1.ぜひ進学

したい 

2.進学を検

討しても良

い 

3.併願校の

結果による 

4.どちらと

もいえない 

5.進学した

いと思わな

い 

1.医療福祉学部リハビリテーション学科(理学療

法専攻)昼間部 

1 2 3 4 5 

2.医療福祉学部リハビリテーション学科(理学療

法専攻)夜間部 

1 2 3 4 5 

3.医療福祉学部リハビリテーション学科(作業療

法専攻)昼間部 

1 2 3 4 5 

4.医療福祉学部リハビリテーション学科(作業療

法専攻)夜間部 

1 2 3 4 5 

5.医療福祉学部福祉介護イノベーション学科

昼間部 

1 2 3 4 5 

以上で終了です。ご協力いただき大変ありがとうございました。 
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調査の目的と概要
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調査の目的

⚫ 調査の目的 ：「東京専門職大学(仮称）」（以降本学と呼ぶ）を卒業した学生に対する企
業・関係機関等の採用意向を確認とともに、企業･関係機関等の本学の構想
についての考え方を把握する。

* 調査実施期間：平成30（2018）年9月～10月

* 調査対象 ：日本リハビリテーション専門学校、日本福祉専門学校の卒業生の就職先

の医療機関・福祉施設等

* 配布数 ：604箇所

* 回収数 ：173（回収率28.6％）

* 調査方法 ：郵送留め置き

* 調査実施 ：敬心学園大学開設準備室

⚫ 主な回答結果

* 専門職大学についての認知は、「名前も概要も知っている」は22.0％で、同じ質問の
社会人調査の結果では33.6％であり、低い割合であった。

* 人材を採用する上では「やや興味を持った」が35.8％で最も高く、次いで「大変興味
を持った」で35.3％であった。

* 各学科の採用可能人数は、理学療法学科が235人（定員の2.9倍）、作業療法学科は241
人（同3.0倍）となり、いずれも定員を上回る人数となった。

4

※学部・学科編成の変更に伴い、調査時と本資料での名称表記を以下のように変更している。

「理学療法専攻 昼間コース」→「理学療法学科」

「理学療法専攻 夜間コース」→ 削除

「作業療法専攻 昼間コース」→「作業療法学科」

「作業療法専攻 夜間コース」→ 削除

「福祉介護イノベーション学科」→ 削除

採用可能人数

学科名 採用可能人数合計 定員に対する倍率

理学療法学科 235 2.9

作業療法学科 241 3.0



1.単純集計結果
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主たる事業分野･業態

• 主たる事業分野は「社会福祉法人」が41.0％で最も多く、次いで｢病院」が34.1％となり、
この2つで75.1％を占めた。

問1　主たる事業分野・業態 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 病院 59 34.1 
2 老人保健施設 10 5.8 
3 社会福祉法人 71 41.0 
4 その他の福祉関連業 14 8.1 
5 自治体 4 2.3 
6 各種団体・協会等 2 1.2 
7 その他 10 5.8 

不明 3 1.7 
N （％ﾍﾞｰｽ） 173 100.0 

34.1 5.8 41.0 8.1 

2.3 

1.2 

5.8 

1.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主たる事業分野・業態

病院 老人保健施設 社会福祉法人

その他の福祉関連業 自治体 各種団体・協会等
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所在地

• 所在地は東京都が(54.3％)で最も多く、神奈川県(17.9％)、埼玉県（11.6％）となってい
る。

問2 　部署のある都道府県 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 東京都 94 54.3 
2 神奈川県 31 17.9 
3 埼玉県 20 11.6 
4 千葉県 14 8.1 
5 その他 12 6.9 

不明 2 1.2 
N （％ﾍﾞｰｽ） 173 100.0       

54.3 17.9 11.6 8.1 6.9 1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

部署のある都道府県

東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 その他 不明
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全従業員規模

• 従業員規模は「1,000～3,000人未満」が最も多く31.8％、次いで「300～1000人未満」
31.2％であり、この2つの回答合計で63.0％を占めている。

問3 　全従業員規模 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 30人未満 12 6.9 
2 30～100人未満 24 13.9 
3 300～1,000人未満 54 31.2 
4 1000～3,000人未満 55 31.8 
5 3,000人以上 22 12.7 

不明 6 3.5 
N （％ﾍﾞｰｽ） 173 100.0 

6.9 13.9 31.2 31.8 12.7 3.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全従業員規模

30人未満 30～100人未満 300～1,000人未満

1000～3,000人未満 3,000人以上 不明
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専門職大学についての認知

• 専門職大学についての認知は、「名前も概要も知っている」は22.0％であった。

• 同じ質問の社会人調査の結果では33.6％であり、低い割合であった。

問4 　「専門職大学」についての認知 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1  名前も概要も知っている 38 22.0 
2 名前は知っているが、どのような大学かは知らない 65 37.6 
3 「専門職大学」という大学のことは知らなかった 70 40.5 

不明 0 0.0 
N （％ﾍﾞｰｽ） 173 100.0 

22.0 37.6 40.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

「専門職大学」についての認知

名前も概要も知っている

名前は知っているが、どのような大学かは知らない

「専門職大学」という大学のことは知らなかった

不明
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人材採用を検討する上での興味

• 人材を採用する上では「やや興味を持った」が35.8％で最も高く、次いで「大変興味を
持った」で35.3％であった。

• 「あまり興味は無い」は1.2％、「全く興味は無い」は0.6％と、否定的な回答割合は非常
に低く、本学の育成人材に対する興味の高さが伺われる。

問5　人材採用を検討するうえでの本学に対する興味 (SA)

№ カテゴリ 件数 (全体)%

1 大変興味を持った 61 35.3 
2 やや興味を持った 62 35.8 
3 どちらともいえない 40 23.1 
4 あまり興味は無い 2 1.2 
5 全く興味は無い 1 0.6 

不明 7 4.0 
N （％ﾍﾞｰｽ） 173 100.0 

35.3 35.8 23.1 

1.2 

0.6 

4.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材採用を検討するうえでの本学に対する興味

大変興味を持った やや興味を持った どちらともいえない

あまり興味は無い 全く興味は無い 不明
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卒業生の採用意向

• 各学科についての採用意向「採用したい」の回答は、理学療法学科が7.0％ 、作業療法
学科が 13.0％となった。

• 「採用したい」と「採用を検討したい｣を合計すると、理学療法学科が 10施設 、作業療
法学科が 14施設となった。

11

9.8

7.8

8.2

6.3

65.6

64.1

9.8

9.4

6.6

12.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

作業療法学科

理学療法学科

本学卒業生の採用意向

採用したい 採用を検討したい どちらともいえない あまり採用したいと思わない 採用したいと思わない

本学卒業生の採用意向（単位：施設）

No カテゴリ 採用したい 採用を検討したい 合計

1 理学療法学科 4 6 10 

2 作業療法学科 8 6 14 

本学卒業生の採用意向（単位：施設）

カテゴリ 合計 採用したい 採用を検討したい
どちらともいえな

い

あまり採用したい

と思わない

採用したいと思わ

ない

61.0 4.0 6.0 40.0 5.0 6.0

(100.0%) (6.6%) (9.8%) (65.6%) (8.2%) (9.8%)

64.0 8.0 6.0 41.0 4.0 5.0

(100.0%) (12.5%) (9.4%) (64.1%) (6.3%) (7.8%)

理学療法学科

作業療法学科



採用可能な人数

• 学科ごとに採用可能な人数を尋ねたところ、理学療法学科･作業療法学科ともに「1人」
が最も多かった。

• それぞれの採用可能人数を合計すると、以下の表のようになり、いずれも定員を2～3倍
上回る人数となった。
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46.5

38.4

18.6

22.1

10.5

11.6

1.2

17.4

17.4

1.2

1.2

4.7

4.7

1.2

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

理学療法学科

作業療法学科

採用可能人数

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人 15人 20人

採用可能人数

学科名 採用可能人数合計 定員に対する倍率

理学療法学科 235 2.9

作業療法学科 241 3.0

学科名 1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人 15人 合計

40 16 9 0 15 1 0 0 0 4 1 235

46.5 18.6 10.5 0.0 17.4 1.2 0.0 0.0 0.0 4.7 1.2 100

33 19 10 1 15 1 0 0 0 4 1 241

38.4 22.1 11.6 1.2 17.4 1.2 0.0 0.0 0.0 4.7 1.2 100

理学療法学科

作業療法学科



 東京専門職大学（仮称）設置についてのアンケート票 

ご記入いただいたアンケート用紙は、同封の返信用封筒に入れ、１０月 5 日（金）までにご返送ください。 

アンケートの回答は、選択肢の該当する番号に直接○を付けてください。

問1  貴社・貴団体の主たる事業分野・業態をお選びください。（あてはまるもの１つに○） 

１. 病院 ２. 老人保健施設 ３. 社会福祉法人

４． その他の福祉関連業 ５． 自治体 ６．各種団体・協会等 

７. その他（具体的にご記入下さい： ） 

問2  今回お答えいただいている部署のある都道府県をお答えください。 

1. 東京都 2. 神奈川県 3. 埼玉県 4. 千葉県

5. その他（都道府県名をご記入ください： ） 

問3  貴社・貴団体の全従業員規模をお選びください。（あてはまるもの１つに○） 

1. 30 人未満 2. 30～100 人未満 3. 100～300 人未満

4. 300～1,000 人未満 5. 1000～3,000 人未満 ６．3,000 人以上

問4  「専門職大学」についてどの程度ご存知ですか? （あてはまるもの１つに○） 

1. 名前も概要も知っている 2. 名前は知っているが、どのような大学かは知らない

3. 「専門職大学」という大学のことは知らなかった

以下の質問は、同封の「東京専門職大学（仮称）」のリーフレットをご一読の上、お答えください。 

問5 別紙の｢東京専門職大学（仮称）」のリーフレットを読んで、貴社・貴団体における人材採用を検討

するうえで興味をお持ちになりましたか。（あてはまるもの１つに○） 

１. 大変興味を持った 2. やや興味を持った ３．どちらともいえない 

４. あまり興味は無い ５. 全く興味は無い

問6 「東京専門職大学（仮称）」の以下の学科・専攻で学んで卒業した学生を、将来採用したいと思われ

ますか？（一つずつに○） 

1.採用したい 
2.採用を検討
したい 

3.どちらとも
いえない 

4.あまり採用
したくない 

5.採用したい
と思わない 

リ ハ ビ

リ テ ー

シ ョ ン

学科 

理学療法

専攻) 

昼間コース 1 2 3 4 5 

夜間コース 1 2 3 4 5 

作業療法

専攻) 

昼間コース 1 2 3 4 5 

夜間コース 1 2 3 4 5 

福祉介護イノベーション学科 1 2 3 4 5 

問 6 で「１．採用したい」「２．採用を検討したい」と答えた方にお聞きします。 

問7 1 年間に採用可能と思われる人数をご記入ください。 

1．理学療法専攻 人 2．作業療法専攻 人 3．福祉介護イノベーション学科 人 

以上で終了です。ご協力いただき大変ありがとうございました。 

【資料９】 
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別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

敬心における共生論 1前 2 2

運動療法学総論 1後 2 2

内部障害理学療法評価
学

3前 4 2

内部障害理学療法評価
学実習

3前 2 2

内部障害理学療法学 3後 4 2

内部障害理学療法学実
習

3後 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

生理学Ⅰ 1前 2 2

生理学Ⅱ 1後 2 2

生理学実習 1後 2 2

生物学 1前 4 2

解剖学Ⅰ 1前 2 2

解剖学Ⅱ 1後 2 2

解剖学実習 1後 2 2

神経理学療法評価学 2前 4 2

神経理学療法評価学実
習

2前 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.2 2

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

5日
リハビリテーション医
学

1前 2 2

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

専
教授

（学長）
陶山　哲夫
スヤマ　テツオ

＜平成32年4月＞

医学博士

埼玉医科大学
総合医療センター

リハビリテーション科
客員教授

（平21.4）

日本リハビリテーション
専門学校

校長
（平26.4）

日本福祉教育専門学校
校長（併任）
（平28.4）

学校法人敬心学園
大学開設準備委員会

委員長（併任）
（平29.1）

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

東邦大学
理学部

臨床検査技師過程
非常勤講師
（平23.4）

豊橋創造大学
保健医療学部
理学療法学科

准教授
（平26.4）

5日

専 教授
照井　直人
テルイ　ナオト

＜平成32年4月＞

理学博士

専
教授

(学科長)
田畑
タバタ

　稔
ミノル

＜平成32年4月＞

医学博士

筑波大学大学院
医学医療系

客員研究員（生理学）
（平30.4）

5日

5日

専 教授
沼田
ヌマタ

　憲治
ケンジ

＜平成32年4月＞

医学博士

昭和大学
保健医療学部
理学療法学科

客員教授
（平29.4）

5日

専 教授
五十嵐
イガラシ

　広明
ヒロアキ

＜平成32年4月＞

医学博士

4

1

1

2

3

1



別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

基礎理学療法概論 1前 2 2

基礎理学療法評価学 1後 4 2

義肢装具学 3前 4 2

義肢装具学実習 3前 2 2

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 0.1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

内科学 2後 4 2

薬理学 3前 2 2

公衆衛生学 3前 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.2 2

運動学Ⅰ 1後 2 2

運動学Ⅱ 2通 4 2

運動療法学総論 1後 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

専 教授
灰田
ハイダ

　信英
ノブヒデ

＜平成33年4月＞

医学博士

福井医療大学
保健医療学部

リハビリテーション学科
理学療法学専攻

教授
（平29.4）

5日

専 教授
佐久間
サクマ

　肇
ハジム

＜平成33年4月＞

医学博士

埼玉医科大学
保健医療学部

看護学科
教授

（平25.4）

5日

専 教授
岩本
イワモト

　浩二
コウジ

＜平成33年4月＞

博士
（理学療法

学）

茨城県立医療大学
保健医療学部
理学療法学科

准教授
（平29.4）

5日

5

4

5

2



別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

健康科学
1前・
後

4 2

リハビリテーション概
論

1前 2 2

基礎理学療法概論 1前 2 2

基礎理学療法評価学 1後 4 2

運動器理学療法評価学 2前 4 2

運動器理学療法学 2後 4 2

健康寿命の延伸※ 3後 1.4 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

共生社会の展開と実践 3後 2 2

障害者の社会参加とス
ポーツの教育的活用Ⅰ

2後 2 1

障害者の社会参加とス
ポーツの教育的活用Ⅱ

3前 1 1

チームワーク概論 1後 1 1

物理療法学 3後 4 2

物理療法学実習 3後 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 8 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

専 准教授
鳥居
トリイ

　昭久
アキヒサ

＜平成32年4月＞

児童学修士

愛知医療学院短期大学
副学長

リハビリテーション学科
理学療法学専攻

教授
（平26.4）

5日

専 講師

大矢
オオヤ

　暢久
ノブヒサ

＜平成32年4月＞

修士
（リハビリ
テーション

学）

湘南医療大学
保健医療学部

リハビリテーション学科
理学療法学専攻

講師

5日

6

7

3



別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

基礎理学療法評価学実
習

1後 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 8 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

日常生活活動学実習 2後 2 2

スポーツ理学療法学実
習

3通 4 2

アスレティックリハビ
リテーション

3後 1 1

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

運動器理学療法評価学
実習

2前 2 2

見学実習 1後 1 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

独立行政法人
労働者健康安全機構

九州労災病院治療就労両
立支援センター

常勤
理学療法士
(平27.4)

5日

専 講師
森本
モリモト

　晃司
コウジ

＜平成32年4月＞

博士
(保健学)

専 講師
加藤
カトウ

　剛平
ゴウヘイ

＜平成32年4月＞

博士
（ヒューマ
ン・ケア科

学）

流通経済大学
非常勤職員
(平26.4)

5日

専 講師
武井
タケイ

　圭一
ケイイチ

＜平成32年4月＞

博士
(理学療法

学)

埼玉医科大学総合医療セ
ンター

リハビリテーション部
常勤

理学療法士
係長

(平29.8)

5日

9

8

10

4



別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

運動学実習 2後 2 2

予防理学療法 3前 2 1

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.2 2

地域連携学 3前 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

運動生理学 2前 2 2

理学療法研究法 3前 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

専 講師
富田
トミタ

　義人
ヨシト

＜平成32年4月＞

博士
（医学）

長崎大学
医歯薬学総合研究科

公衆衛生学分野
助教

（平28.5）

5日

医療法人社団筑波記念会
筑波記念病院

リハビリテーション部
科長

(平22.9)

5日

専 講師
田中
タナカ

　直樹
ナオキ

＜平成33年4月＞

博士
(医学)

11

12

5



別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

チームワーク概論 1後 1 1

高齢者理学療法学 3前 4 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 1.2 2

生活環境学 3前 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

総合実習 4前 8 1

地域実習 4後 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

兼任 講師
清宮
キヨミヤ

　清美
キヨミ

＜平成32年4月＞

教養学士 チームワーク概論 1後 1 1 1日

スポーツボランティア
Ⅰ

1前・
後

4 2

スポーツボランティア
Ⅱ

2前・
後

2 2

日常生活活動学 2後 4 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

実専 教授
清
キヨ

宮
ミヤ

　清美
　キヨミ

＜平成33年4月＞

教養学士 埼玉県総合リハビリテー
ションセンター

支援部
自立訓練担当

(平30.4)
5日

実専 講師
杉山
スギヤマ

　真理
マリ

＜平成32年4月＞

保健衛生学
士

河北医療財団
河北総合病院

リハビリテーション科
訪問リハビリテーション

部
常勤主事

理学療法士
（平30.10）

5日

13

14

6



別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

地域共生のための連携
活動Ⅱ

4後 4 4

理学療法管理学Ⅰ 2前 2 2

理学療法管理学Ⅱ 3後 2 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.2 2

地域理学療法学 3後 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.2 1

小児理学療法学 3後 4 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 8 1

手話による聴覚障害者
とのコミュニケーショ
ンⅠ

2後 2 1

手話による聴覚障害者
とのコミュニケーショ
ンⅡ

3前 1 1

ICT概論 2前 2 2

共生社会の展開と実践 3後 2 2

身体障害への支援シス
テム工学Ⅰ

2後 4 2

身体障害への支援シス
テム工学Ⅱ

3前 2 2

統計学序論 1前 4 2

統計学 1後 4 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 0.1 1

総合実習 4前 0.1 1

地域実習 4後 1 1

(1) 実専 講師
大塚
オオツカ

　幸永
ユキエ

＜平成33年4月＞

専門学校卒

医療法人社団弘人会
中田病院

リハビリテーション科
科長

理学療法士
（平12.3）

5日

東京都立府中療育セン
ター

訓練科非常勤
（平30.4）

5日

実専 助教
有薗　暢子
アリゾノ　ナガコ

＜平成32年4月＞

文学士

実専 講師
佐藤
サトウ

　政広
マサヒロ

＜平成34年4月＞

教養学士

実務リーダーのための
経営戦略論

1後 4 2

株式会社
アドバンテッジリスクマ

ネジメント
社外取締役
(平25.6)

5日

日本福祉教育専門学校
社会福祉学科

専任教員
(平28.4)

5日

実(研) 教授
江幡
エバタ

　真
シン

史
ジ

＜平成32年4月＞

修士
(経営学)

2日実(研) 教授
西澤
ニシザワ

　達夫
タツオ

＜平成33年4月＞

高等専門学
校卒

公益財団法人
日本障害者リハビリテー

ション協会
参与
常勤

(平29.6)

5日実(研) 講師
五嶋
ゴシマ

　裕子
ユウコ

＜平成32年4月＞

保健医学修
士

日本リハビリテーション
専門学校

理学療法学科
専任教員
(平22.4)

20

21

17

16

18
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別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

地域共生のための連携
活動Ⅰ※

3後 1.6 2

運動器理学療法学実習 2後 2 2

見学実習 1後 0.2 1

検査・測定実習 2後 0.2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 8 1

地域実習 4後 0.2 1

見学実習 1後 1 1

検査・測定実習 2後 2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 8 1

地域実習 4後 1 1

見学実習 1後 1 1

検査・測定実習 2後 2 1

評価実習 4前 8 1

総合実習 4前 8 1

地域実習 4後 1 1

経営学 1前 2 2 1日

実践マーケティング戦
略

2前 4 2 5日

地域共生のための連携
活動Ⅰ※

3後 2.4 2

共生社会の展開と実践 3後 0.4 2

共生福祉論 1後 4 2

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

地域共生のための連携
活動Ⅱ

4後 1 2

地域ボランティア論
1前・
後

4 2

地域福祉論 1前 2 2

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

障害者の社会参加とス
ポーツの教育的活用Ⅰ

2後 2 1

障害者の社会参加とス
ポーツの教育的活用Ⅱ

3前 1 1

兼担 講師
佐藤
サトウ

　章
アキラ

＜平成34年4月＞

文学士 共生社会の展開と実践 3後 0.4 2

埼玉県総合リハビリテー
ションセンター

医療局
リハビリテーション部

作業療法科
臨時職員

（平29.4）

1日

実(研) 助教
有本
アリモト

　邦洋
クニヒロ

 ＜平成32年4月＞

保健衛生修
士

日本リハビリテーション
専門学校

理学療法学科
専任教員
(平25.5)

(2) 実(研) 講師
中村
ナカムラ

　泰規
ヤスノリ

＜平成33年4月＞

保健衛生学
修士

臨床福祉専門学校
理学療法学科

専任教員
(平28.4)

5日

実み 教授
宮地
ミヤチ

　恵美子
エミコ

＜平成32年4月＞

工学修士

学校法人敬心学園
(平29.6)

5日

実(研) 助教
重國
シゲクニ

　宏次
コウジ

＜平成32年4月＞

スポーツ科
学修士

日本リハビリテーション
専門学校

理学療法学科
副学科長
(平29.4)

共生社会の展開と実践 3後 2 2

学校法人敬心学園
(平29.6)

5日

兼担 講師
里村
サトムラ

　惠子
ケイコ

＜平成34年4月＞

医学博士

兼担 講師
柳澤
ヤナギサワ

　孝
 タカシュ

主

＜平成32年4月＞

修士
（社会学）

日本福祉教育専門学校
社会福祉学科

専任教員
（平20.4）

2日

いわき明星大学
人文学部

教授
（平16.4）

2日

東京医療学院大学
保健医療学部

リハビリテーション学科
教授

（平25.4）

1日

兼担 講師
菊地
キクチ

(岩田
イワタ

)みほ

＜平成32年4月＞

修士
（教育学）

※

19

20

22

23

20

21

21
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別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

兼担 講師
齋藤
サイトウ

　久恵
ヒサエ

＜平成35年4月＞

準学士
地域共生のための連携
活動Ⅱ

4後 1 2

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
専任教員
(平19.4)

1日

兼担 講師
平野
ヒラノ

　夏子
ナツコ

＜平成32年4月＞

音楽学士 音楽文化論
1前・
後

4 2

日本福祉教育専門学校
社会福祉学科

専任教員
(平28.4)

1日

兼担 講師
草野
クサノ

　修輔
シュウスケ

＜平成32年4月＞

博士
（医学）

神経内科学 2前 4 2

国際医療福祉大学三田病
院リハビリテーション科

教授
（平成18.4）

1日

リーダーシップ論 1前 2 2

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

コーチングの理論とス
ポーツとの連携Ⅰ

2後 2 1

コーチングの理論とス
ポーツとの連携Ⅱ

3前 1 1

組織・人材マネジメン
トの理論と実践

1後 4 2

観光学 2前 4 2

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

ユニバーサルツーリズ
ムと外出支援Ⅰ

2後 2 1

ユニバーサルツーリズ
ムと外出支援Ⅱ

3前 1 1

兼担 講師
近野
コンノ

　智子
トモコ

＜平成34年4月＞

人間科学修
士

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
学科長

(平18.4)

1日

心理学 1前 4 2

臨床心理学 1後 2 2

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

兼担 講師
宮田
ミヤタ

　雅之
マサユキ

＜平成34年4月＞

経営学修士 共生社会の展開と実践 3後 0.4 2
学校法人敬心学園

(平27.4)
1日

兼任
特任
教授

東根
アズマネ

(望月
モチヅキ

)明人
アキト

＜平成32年4月＞

博士
(医学)

職業倫理 1前 2 2

一般社団法人
コーチングバリュー協会

代表理事
（平26.12）

1日

兼任
特任
教授

上野
ウエノ

　悦子
エツコ

＜平成33年4月＞

開発学修士 国際協力論
2前・
後

4 2

公益財団法人
日本障害者リハビリテー

ション協会
(昭63.2)

1日

兼任
特任
教授

和田野
ワダノ

　安良
ヤスヨシ

＜平成33年4月＞

医学博士 救急救命の基礎 2後 2 2

一般社団法人
競馬共助会

みほクリニック
非常勤参与
(平29.4)

1日

兼任
特任
教授

松村
マツムラ

　眞吾
シンゴ

＜平成33年4月＞

経営学修士 保健医療経営Ⅰ 2後 4 2
株式会社メディサイト

代表取締役
(平14.12)

1日

兼任
特任
教授

塩田
シオタ

　英治
エイジ

＜平成33年4月＞

法学士 ビジネスのための法律 2前 1 1
しおた事務所

(平7.3)
1日

株式会社
日本総合研究所

リサーチ・コンサルティ
ング部門

シニア・マネジャー
（平26.4）

1日兼担 講師
片岡
カタオカ

　幸彦
ユキヒコ

＜平成32年4月＞

修士
(経営学)

株式会社
JTB総合研究所コンサル

ティング事業部
主席研究員

（平30.6まで）

2日

兼担 講師
小野寺
オノデラ

　哲夫
テツオ

＜平成32年4月＞

博士
(文学)

立正大学
経済学部

「心理学」
非常勤講師
(平24.4)

2日

兼担 講師
若原
ワカハラ

　圭子
ケイコ

＜平成33年4月＞

経営学修士
(専門職)

32

36

38

39

40

41

24

25

27

29

30

28

22
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別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

兼任
特任
教授

佐々
サッサ

　毅
ツヨシ

＜平成33年4月＞

博士
(医学)

精神医学 3前 4 2

医療法人静和会
新検見川メンタルクリ

ニック
院長(平18.10)

1日

兼任
特任
教授

宮脇
ミヤワキ

　啓
ヒロ　

透
ユキ

＜平成33年4月＞

修士
(工学)

※
ビジネスのためのIT 2前 1 1

日鉄住金総研株式会社
調査研究事業部
経済産業調査部

研究主幹
(平26.4)

1日

コミュニケーション論
1前・2

前
4 2

事業計画策定概論 3後 2 1

総合事業開発 4後 1 1

兼任
特任
教授

田中
タナカ

　智恵子
チエコ

＜平成34年4月＞

保健学
修士

保健医療福祉経営Ⅱ 3前 1 1
株式会社

メディカルクリエイト
（平14.4）

1日

兼任 講師
伊藤
イトウ

　弥生
ヤヨイ

＜平成32年4月＞

修士
(文学)

実務英会話 1前 2 2
私立星野高等学校

嘱託職員
（平29.4）

1日

実務リーダーのための
財務会計Ⅰ

1後 1 1

実務リーダーのための
財務会計Ⅱ

2前 1 1

兼任 講師
前田
マエダ

　智
サトシ

＜平成32年4月＞

経済学士 社会人基礎力
1前・
後

2 2

株式会社
三越伊勢丹

伊勢丹新宿本店
人財開発事業部

部長
（平29.4）

1日

兼任 講師
大和
ヤマト

 淳司
アツシ

＜平成32年4月＞

博士
(工学）

情報リテラシー
1前・
後

2 2

工学院大学
情報学部

システム数理学科
教授

（平28.4）

1日

77 兼任 講師
助川
スケガワ

　文子
アヤコ

＜平成32年4月＞

修士
（作業療法

学）
人間発達学 1後 2 2

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
専任教員

（平25.4）

1日

兼任 講師
山田
ヤマダ

　守彦
モリヒコ

＜平成32年4月＞

法務博士
(専門職)

法学
1前・
後

4 2
日比谷ともに法律事務所

(平23.12)
1日

兼任 講師
御子神
ミコガミ

　由紀子
ユキコ

＜平成32年4月＞

学士
(医学)

栄養学 1後 2 2

東京都保健医療公社
大久保病院

リハビリテーション科
医長

(平29.4)

1日

兼任 兼任
深谷
フカヤ

 慎介
シンスケ

＜平成32年4月＞

博士
（理学）

化学
1前・
後

4 2
麻布大学

教育推進センター
（平25.4）

1日

兼任 講師
井上
イノウエ

　肇
ハジメ

＜平成33年4月＞

医学博士 整形外科学 2前 4 2

聖路加国際大学病院
名誉医長・

臨床教育アドバイザー・
下落合整形外科院長

（平28.6）

1日

地域防災
1前・
後

4 2

被災支援と理学療法 3前 2 1

兼任 講師
藤原
フジワラ

　記
キ

代
ヨ

子
コ

＜平成32年4月＞

修士
（家政学）

食と健康
1前・
後

2 2
平塚橋特別養護老人ホー

ム（平30.10）
1日

兼任
特任
教授

池田
イケダ

　栄治
エイジ

＜平成34年4月＞

経営学修士

ＥＪパートナーズ合同会
社

代表社員
(平30.4)

1日

公益財団法人
特別区協議会

総務部長
(平5.4)

1日

永和総合事務所
(平17.7)

1日

兼任 講師
澤田
サワダ

　千秋
チアキ

＜平成32年4月＞

修士
(学術)

兼任 講師
原田
ハラダ

　佳明
ヨシアキ

＜平成32年4月＞

学士

42

43

45

46

47

48

50

53

31

33

35

34

32

52
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別記様式第3号（その2の1）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢

教 　員 　の 　氏 　名 　等

現　職
（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

兼任 講師
松崎
マツザキ

　茂
シゲル

＜平成32年4月＞

修士
（社会学）

社会学 1前 4 2
日本大学

非常勤講師
（平16.4）

1日

兼任 講師
實方
サネカタ

(光吉
ミツヨシ

)理佐
リサ

＜平成32年4月＞

修士 建築・まちづくり 1前 4 2

株式会社
都市環境研究所

主任研究員
（平成27.9）

1日

兼任 講師
酒井
サカイ

　秀一
シュウイチ

＜平成33年4月＞

学士
在宅サービスの事業経
営

2後 1 1
株式会社

長谷工コーポレーション
(平29.4)

1日

兼任 講師
Alimire
アレミレ ナセデン         

 Naiseding

＜平成33年4月＞

医学博士 病理学 3前 2 2
順天堂大学

助教
（平25.6）

1日

兼任 講師
二瓶
ニヘイ

　隆一
リュウイチ

＜平成34年4月＞

医学博士 小児科学 3後 2 2

日本リハビリテーション
専門学校
名誉校長
(平19.4)

1日

兼任 講師
藤本
フジモト

　幹雄
ミキオ

＜平成34年4月＞

学士(医学) 老年医学 3後 4 2

埼玉医科大学総合医療セ
ンター

リハビリテーション科
講師・医長
（平29.9）

1日

兼任 講師
鈴木
スズキ

　忠
タダ

幸
ユキ

＜平成32年4月＞

博士
（理学）

物理学 1後 4 2
立教大学理学部物理学科

非常勤講師
（平27.4）

1日

兼任 講師
前田
マエダ

　幸男
ユキオ

＜平成32年4月＞

博士
（学術）

国際関係論
1前・
後

2 2
創価大学法学部

教授
（令1.4）

1日

専任
補充

健康科学

運動学Ⅰ
リハビリテーション医
療工学
神経理学療法学
神経理学療法学実習
見学実習
検査・測定実習
評価実習
総合実習
地域実習
共生社会の展開と実践
共生社会の展開と実践
コーチングの理論とス
ポーツとの連携Ⅰ
コーチングの理論とス
ポーツとの連携Ⅱ
理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ
理学療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ
理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ
理学療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

1前・
後
1後
3後

2後
2後
1後
2後
4前
4前
4後
3後
3後
2後

3前

3前

3後

4前

4後

2

1
1

2
1
1
2
8
8
1
2
2
2

1

1

1

1

1

56

58

60

36

38

37

23

24

11



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

作業療法学各論 2前 2 2

作業療法評価学概論 1後 2 2

高齢期作業療法評価学 2前 2 2

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

解剖学Ⅰ 1前 2 2

解剖学Ⅱ 1後 2 2

解剖学実習 1後 2 2

機能解剖学 2前 2 2

地域共生のための連携
活動Ⅰ※

3後 2.4 2

共生社会の展開と実践 3後 2 2

共生福祉論 1後 4 2

精神機能作業療法評価
学

2前 2 2

精神機能作業療法治療
学

3前 2 2

精神機能作業療法治療
学実習

3後 2 2

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

チームワーク概論 1後 1 1

地域共生のための連携
活動Ⅱ

4後 1 1

作業療法管理学Ⅱ 4後 2 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

共生社会の展開と実践 3後 2 2

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

5日

専 教授
埜﨑
ノザキ

　都代子
トヨコ

＜平成33年4月＞

医学博士

日本リハビリテーション
専門学校

非常勤講師
（平30.4）

5日

専 准教授
里村
サトムラ

　惠子
ケイコ

＜平成32年4月＞

医学博士

東京医療学院大学
保健医療学部

リハビリテーション学科
教授

（平25.4）

（用紙　日本工業規格A4縦型）

専 教授
柳澤
ヤナギサワ

　孝主
タカシュ

＜平成32年4月＞

修士
(社会学)

5日

専 教授
佐々木
ササキ

　博之
ヒロユキ

＜平成32年4月＞

医学博士

帝京平成大学
健康医療スポーツ学部

理学療法学科
教授

（平26.4）

5日

いわき明星大学
人文学部

教授
（平16.4）

5日

専 教授
山田
ヤマダ

　孝
タカシ

＜平成32年4月＞

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

一般社団法人
日本人間作業モデル研究

所
代表理事

（平24.4）

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

博士
(医学)

3

１

1

2

3

1



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

基礎作業学演習Ⅰ 1前 2 2

高次脳機能作業療法評
価学

2後 2 2

身体機能作業療法治療
学実習Ⅲ

3後 2 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.2 2

生活行為を支援するた
めの環境整備

3後 1 1

地域作業療法学実習 4後 1 1

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

チームワーク概論 1後 1 1

日常生活活動支援治療
学実習

3後 2 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.6 2

地域作業療法学 3前 2 2

生活環境学 3後 2 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

地域ボランティア論
1前・
後

4 2

地域福祉論 1後 2 2

共生社会の展開と実践 3後 2 2

専 准教授
菊地
キクチ

（岩田
イワタ

）みほ
ミ ホ

＜平成32年4月＞

修士
(教育学)

※

日本福祉教育専門学校
社会福祉学科

専任教員
（平20.4）

5日

専 准教授
猪股
イノマタ

　英
エイ

輔
スケ

＜平成32年4月＞

修士
(作業療法

学)

専 准教授
小林
コバヤシ

　毅
タケシ

＜平成32年4月＞

修士
(保健医療

学)
※

学校法人敬心学園
大学開設準備室

（平30.4）
5日

湘南医療大学
保健医療学部

リハビリテーション学科
作業療法学専攻

 講師
（平29.4）

5日

6

4

5

2



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

作業療法学概論 1前 2 2

作業療法管理学Ⅰ 1前 2 2

身体機能作業療法治療
学Ⅲ

3前 2 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

共生社会の展開と実践 3後 2 2

身体機能作業療法評価
学

2前 2 2

日常生活活動支援治療
学

3前 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.6 2

就労支援論 3後 2 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

5日

実専 教授
星
ホシ

　克司
カツジ

＜平成33年4月＞

専門学校卒

埼玉県総合リハビリテー
ションセンター

リハビリテーション部
技師長

（平6.4）

5日

実専
教授

(学部長)
(学科長)

佐藤
サトウ

　章
アキラ

＜平成32年4月＞

文学士

埼玉県総合リハビリテー
ションセンター

医療局
リハビリテーション部

作業療法科
臨時職員

（平29.4）

6

7

3



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

地域共生のための連携
活動Ⅰ※

3後 1.6 2

地域共生のための連携
活動Ⅱ

4後 1 1

精神機能作業療法治療
学実習

3後 2 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

音楽文化論
1前・
後

4 2

音楽療法によるQOLの
維持向上Ⅰ

2後 2 1

音楽療法によるQOLの
維持向上Ⅱ

3前 1 1

基礎作業学演習Ⅱ 1後 2 2

高齢期作業療法治療学 3前 2 2

高齢期作業療法治療学
実習

3後 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.4 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

5日

実専 講師
平野
ヒラノ

　夏子
ナツコ

＜平成32年4月＞

音楽学士

日本福祉教育専門学校
社会福祉学科

専任教員
(平28.4)

5日

実専 講師
秋元
アキモト

　美穂
ミ ホ

＜平成32年4月＞

人間科学修
士

東京都健康長寿医療セン
ター

常勤主任
作業療法士
（平28.4）

実専 講師
齋藤
サイトウ

　久恵
ヒサエ

＜平成32年4月＞

準学士

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
専任教員
(平19.4)

5日8

9

10

4



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

日常生活活動作業療法
評価学

2後 2 2

日常生活活動作業療法
治療学

3前 2 2

日常生活活動作業療法
治療学実習

3後 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.2 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

運動学実習 2後 2 2

地域作業療法学実習 4後 1 1

体験実習Ⅰ 1前 1 1

体験実習Ⅱ 1前 1 1

評価実習Ⅰ 2後 3 1

評価実習Ⅱ 2後 2 1

総合実習Ⅰ 4前 9 1

総合実習Ⅱ 4前 9 1

地域実習 4後 2 1

運動学実習 2後 2 2

地域作業療法学実習 4後 1 1

体験実習Ⅰ 1前 1 1

体験実習Ⅱ 1前 1 1

評価実習Ⅰ 2後 3 1

評価実習Ⅱ 2後 2 1

総合実習Ⅰ 4前 9 1

総合実習Ⅱ 4前 9 1

地域実習 4後 2 1

実専 助教
畠山
ハタケヤマ

　久司
 ヒサシ

＜平成32年4月＞

作業療法学
学士

株式会社LITALICO
ジュニア児童発達支援事

業部
関東第8エリア常勤
スーパーバイザー

作業療法士
（平30.4）

5日

実専 助教
井川
イカワ

　大樹
ダイジュ

＜平成32年4月＞

学士
(作業療法

学 )

実専 講師
井口
イグチ

　佳晴
ヨシハル

＜平成32年4月＞

保健医療学
修士

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
専任教員

（平19.4）

5日

株式会社プラスアルファ
えん訪問看護リハビリス

テーション
非常勤

作業療法士
(平29.8)

5日

11

12

13

5



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

地域作業療法学実習 4後 1 1

体験実習Ⅰ 1前 1 1

体験実習Ⅱ 1前 1 1

評価実習Ⅰ 2後 3 1

評価実習Ⅱ 2後 2 1

総合実習Ⅰ 4前 9 1

総合実習Ⅱ 4前 9 1

地域実習 4後 2 1

運動生理学 2後 2 2

神経内科学 2後 4 2

薬理学 3前 2 2

リーダーシップ論 1前 2 2

コミュニケーション論
1前・2

前
4 2

共生社会の展開と実践 3後 2 2

組織・人材マネジメン
トの理論と実践

1後 4 2

人間発達学 1後 2 2

発達障害作業療法評価
学

2前 2 2

発達障害作業療法治療
学

3前 2 2

発達障害作業療法治療
学実習

3後 2 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.6 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

観光学 2前 4 2

共生社会の展開と実践 3後 2 2

ユニバーサルツーリズ
ムと外出支援Ⅰ

2後 4 2

ユニバーサルツーリズ
ムと外出支援Ⅱ

3前 2 2

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
専任教員
(平28.9)

5日

実(研) 教授
若原
ワカハラ

　圭子
ケイコ

＜平成33年4月＞

経営学修士
(専門職)

株式会社
JTB総合研究所

コンサルティング事業部
主席研究員

（平30.6まで）

5日

実(研) 教授
佐々木
サ サ キ

　清子
キヨコ

＜平成32年4月＞

作業療法学
修士

実(研) 教授
片岡
カタオカ

　幸彦
ユキヒコ

＜平成32年4月＞

修士
(経営学)

実(研) 教授
草
クサ

野
ノ

　修輔
シュウスケ

＜平成32年4月＞

博士
(医学)

国際医療福祉大学三田病
院

 リハビリテーション科
教授

(平18.4)

5日

株式会社
日本総合研究所

リサーチ・コンサルティ
ング部門

シニア・マネジャー
（平26.4）

5日

実専 助教
河邊
コウベ

　宗知
ムネトモ

＜平成33年4月＞

修士
(リハビリ
テーショ

ン)

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
専任教員

（平23.4）

5日

17

18

14

15

16

6



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

運動学Ⅰ 1後 1 1

運動学Ⅱ 2前 1 1

高次脳機能作業療法治
療学

3前 2 2

高次脳機能作業療法治
療学実習

3後 2 2

体験実習Ⅰ 1前 1 1

体験実習Ⅱ 1前 1 1

評価実習Ⅰ 2後 3 1

評価実習Ⅱ 2後 2 1

総合実習Ⅰ 4前 0.1 1

総合実習Ⅱ 4前 0.1 1

地域実習 4後 0.1 1

共生社会の展開と実践 3後 2 2

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

運動学Ⅰ 1後 1 1

運動学Ⅱ 2前 1 1

身体機能作業療法治療
学Ⅰ

3前 2 2

身体機能作業療法治療
学Ⅱ

3前 2 2

身体機能作業療法治療
学実習Ⅱ

3後 2 2

在宅医療・介護の推進
※

3後 0.6 2

体験実習Ⅰ 1前 0.2 1

体験実習Ⅱ 1前 0.2 1

評価実習Ⅰ 2後 0.1 1

評価実習Ⅱ 2後 0.1 1

総合実習Ⅰ 4前 9 1

総合実習Ⅱ 4前 9 1

地域実習 4後 2 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅠ

3前 1 1

作業療法研究基礎ゼミ
ナールⅡ

3後 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅠ

4前 1 1

作業療法研究卒業ゼミ
ナールⅡ

4後 1 1

実(研) 准教授
坂本
サカモト

　俊夫
トシオ

＜平成32年4月＞

修士
(人間学)

実(研) 准教授
近野
コンノ

　智子
トモコ

＜平成32年4月＞

人間科学修
士

日本リハビリテーション
専門学校

作業療法学科
学科長

(平18.4)

5日

横浜YMCA学院専門学校
作業療法科
専任講師

（平成21.4）

5日

17

18

7



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

心理学 1前 4 2

臨床心理学 1後 4 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.2 2

共生社会の展開と実践 3後 2 2

運動学実習 2後 2 2

身体機能作業療法治療
学実習Ⅰ

3後 2 2

地域作業療法学実習 4後 1 1

体験実習Ⅰ 1前 1 1

体験実習Ⅱ 1前 1 1

評価実習Ⅰ 2後 3 1

評価実習Ⅱ 2後 2 1

総合実習Ⅰ 4前 9 1

総合実習Ⅱ 4前 9 1

地域実習 4後 2 1

地域作業療法学実習 4後 1 1

体験実習Ⅰ 1前 1 1

体験実習Ⅱ 1前 1 1

評価実習Ⅰ 2後 3 1

評価実習Ⅱ 2後 2 1

総合実習Ⅰ 4前 9 1

総合実習Ⅱ 4前 9 1

地域実習 4後 2 1

敬心における共生論 1前 2 2

スポーツボランティア
Ⅱ

2前・
後

2 2

救急救命の基礎 2後 2 2

リハビリテーション医
学

3前 2 2

埼玉医科大学
総合医療センター

リハビリテーション科
客員教授

（平21.4）

日本リハビリテーション
専門学校

校長
（平26.4）

日本福祉教育専門学校
校長（併任）
（平28.4）

学校法人敬心学園
大学開設準備委員会

委員長（併任）
（平29.1）

2日兼担 講師
陶山
スヤマ

　哲夫
テツオ

＜平成32年4月＞

医学博士

経営学 1前 2 2

実践マーケティング戦
略

2前 4 2

実み 教授
宮田
ミヤタ

　雅之
マサユキ

＜平成32年4月＞

5日

実(研) 助教
髙畑
タカハタ

　幸弘
ユキヒロ

＜平成32年4月＞

作業療法学
修士

学校法人埼玉医科大学総
合医療センター

リハビリテーション部
常勤

作業療法士
(平29.12)

5日

学校法人敬心学園
(平27.4)

1日

共生社会の展開と実践 3後 2 2

学校法人敬心学園
(平27.4)

5日

経営学修士

 立正大学
経済学部

「心理学」
非常勤講師
(平24.4)

5日

実(研) 助教
佐藤
サトウ

　淳矢
アツヤ

 ＜平成32年4月＞

修士
(リハビリ
テーション

学)

医療法人社団 松弘会
三愛病院

診療技術部
リハビリテーション科

主任
作業療法士
(平29.4)

実(研) 准教授
小野寺
オノデラ

　哲夫
テツオ

＜平成32年4月＞

博士
(文学)

24

25

21

19

20

8



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

生理学Ⅰ 1前 2 2

生理学Ⅱ 1後 2 2

生理学実習 2前 2 2

兼担 講師
五十嵐
イガラシ

　広明
ヒロアキ

＜平成32年4月＞

医学博士 生物学 1前 4 2

東邦大学
理学部

臨床検査技師過程
非常勤講師
（平23.4）

1日

内科学 2前 4 2

公衆衛生学 3後 2 2

健康寿命の延伸※ 3後 0.4 2

健康科学
1前・
後

4 2

リハビリテーション概
論

1後 2 2

共生社会の展開と実践 3後 0.4 2

兼担 講師
杉山
スギヤマ

　真理
マリ

＜平成32年4月＞

保健衛生学
士

スポーツボランティア
Ⅰ

1前・
後

4 2

河北医療財団
河北総合病院

リハビリテーション科
訪問リハビリテーション

部
常勤主事　理学療法士

(平30.10)

2日

手話による聴覚障害者
とのコミュニケション
Ⅰ

2後 2 1

手話による聴覚障害者
とのコミュニケション
Ⅱ

3前 1 1

32 兼担 講師
江幡
エバタ

　真
シン

史
ジ

＜平成32年4月＞

修士
(経営学)

実務リーダーのための
経営戦略論

1後 4 2

株式会社
アドバンテッジリスクマ

ネジメント
社外取締役
(平25.6)

1日

ICT概論 2前 2 2

共生社会の展開と実践 3後 0.2 2

身体障害への支援シス
テム工学Ⅰ

2後 2 1

身体障害への支援シス
テム工学Ⅱ

3前 1 1

統計学序論 1前 4 2

統計学 1後 4 2

(1) 兼担 講師
中村
ナカムラ

　泰
ヤス

規
ノリ

 ＜平成34年4月＞

保健衛生学
修士

地域共生のための連携
活動Ⅱ

4後 2 2

臨床福祉専門学校
理学療法学科

専任教員
（平28.4）

1日

兼担 講師
宮地
ミヤチ

　恵美子
エミコ

＜平成34年4月＞

工学修士 共生社会の展開と実践 3後 0.4 2
学校法人敬心学園

(平29.6)
1日

35 兼任
特任
教授

東根
アズマネ

(望月
モチヅキ

)明人
アキト

＜平成32年4月＞

博士
(医学)

職業倫理 1前 2 2

一般社団法人
コーチングバリュー協会

代表理事
（平26.12）

1日

31

兼担 講師
佐久間
サクマ

　肇
ハジム

＜平成33年4月＞

医学博士

1日

公益財団法人
日本障害者リハビリテー

ション協会
参与
常勤

(平29.6)

2日

兼担 講師
五嶋
ゴシマ

　裕子
ユウコ

＜平成32年4月＞

保健医学修
士

日本リハビリテーション
専門学校

理学療法学科
専任教員
(平22.4)

日本福祉教育専門学校
社会福祉学科

専任教員
(平28.4)

1日

兼担 講師
西澤
ニシザワ

　達夫
タツオ

＜平成33年4月＞

高等専門学
校卒

31 兼担 講師
有薗　暢子
アリゾノ　ナガコ

＜平成32年4月＞

文学士

埼玉医科大学
保健医療学部

看護学科
教授

（平25.4）

2日

兼担 講師
鳥居　昭久
トリイ　アキヒサ

 ＜平成32年4月＞

児童学修士

愛知医療学院短期大学
副学長

リハビリテーション学科
理学療法学専攻

教授
（平26.4）

1日

兼担 講師
照井
テルイ

　直人
ナオト

＜平成32年4月＞

理学博士

筑波大学大学院
医学医療系

客員研究員(生理学)
（平30.4）

2日27

26

30

34

34

21

22

9



（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

美容ケアによるQOLの
維持向上Ⅰ

2後 2 1

美容ケアによるQOLの
維持向上Ⅱ

3前 1 1

兼任
特任
教授

上野
ウエノ

　悦子
エツコ

＜平成33年4月＞

開発学修士 国際協力論
2前・
後

4 2

公益財団法人
日本障害者リハビリテー

ション協会
(昭63.2)

1日

兼任
特任
教授

松村
マツムラ

　眞吾
シンゴ

＜平成33年4月＞

経営学修士 保健医療経営Ⅰ 2後 4 2
株式会社メディサイト

代表取締役
(平14.12)

1日

兼任
特任
教授

塩田
シオタ

　英治
エイジ

＜平成33年4月＞

法学士 ビジネスのための法律 2前 1 1
しおた事務所

(平7.3)
1日

兼任
特任
教授

佐々
サッサ

　毅
タケシ

＜平成33年4月＞

博士
(医学)

精神医学 2後 4 2

医療法人静和会
新検見川メンタルクリ

ニック
院長

(平18.10)

1日

兼任
特任
教授

宮脇
ミヤワキ

　啓透
ヒロユキ

＜平成33年4月＞

修士
(工学)

※
ビジネスのためのIT 2前 1 1

日鉄住金総研株式会社
調査研究事業部
経済産業調査部

研究主幹
(平26.4)

1日

事業計画策定概論 3後 2 1

総合事業開発 4後 1 1

兼任
特任
教授

田中
タナカ

　智恵子
チエコ

＜平成34年4月＞

保健学
修士

保健医療経営Ⅱ 3前 1 1
株式会社

メディカルクリエイト
（平14.4）

1日

兼任 講師
伊藤
イトウ

　弥生
ヤヨイ

＜平成32年4月＞

修士
(文学)

実務英会話 1後 2 2
私立星野高等学校

嘱託職員
（平29.4）

1日

兼任 講師
澤田
サワダ

　千秋
チアキ

＜平成32年4月＞

修士
(学術)

地域防災
1前・
後

4 2

公益財団法人
特別区協議会

総務部長
(平5.4)

1日

実務リーダーのための
財務会計Ⅰ

1後 1 1

実務リーダーのための
財務会計Ⅱ

2前 1 1

兼任 講師
松崎
マツザキ

　茂
シゲル

＜平成32年4月＞

修士
（社会学）

社会学 1前 4 2
日本大学

非常勤講師
（平16.4）

1日

兼任 講師
藤原
フジワラ

　記
キ

代
ヨ

子
コ

＜平成32年4月＞

修士
（家政学）

食と健康
1前・
後

2 2
平塚橋特別養護老人ホー

ム（平30.10）
1日

兼任 講師
前田
マエダ

　智
サトシ

＜平成32年4月＞

経済学士 社会人基礎力
1前・
後

2 2

株式会社
三越伊勢丹

伊勢丹新宿本店
人財開発事業部

部長
（平29.4）

1日

1日兼任 講師
原田
ハラダ

　佳明
ヨシアキ

＜平成32年4月＞

学士
永和総合事務所

(平17.7)

1日

兼任
特任
教授

池田
イケダ

　栄治
エイジ

＜平成34年4月＞

経営学修士

兼任
特任
教授

小林
コバヤシ

　照子
テルコ

＜平成33年4月＞

高等学校卒

ＥＪパートナーズ合同会
社

代表社員
(平30.4)

1日

青山ビューティ学院高等
部

学園長
(平25.4)

36

37

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

35
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（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

兼任 講師
大和
ヤマト

　淳司
アツシ

＜平成32年4月＞

博士
(工学)

情報リテラシー
1前・
後

2 2

工学院大学
情報学部

システム数理学科
教授

（平28.4）

1日

兼任 講師
上島
ウエシマ

　順子
ジュンコ

＜平成32年4月＞

修士
(栄養学)

栄養学 1後 2 2

ＮＴＴ東日本関東病院
栄養部

管理栄養士
（平25.4）

1日

兼任 講師
深谷
フカヤ

　慎
シン

介
スケ

＜平成32年4月＞

修士
(理学)

化学
1前・
後

4 2
麻布大学

教育推進センター
(平25.4）

1日

兼任 講師
都築
ツヅキ

　暢
ノブ

之
ユキ

＜平成33年4月＞

医学博士 整形外科学 2前 4 2

直心会帯津三敬病院
整形外科

非常勤医師
(平19.4)

1日

兼任 講師
酒井
サカイ

　秀一
シュウイチ

＜平成33年4月＞

学士
在宅サービスの事業経
営

2後 1 1
株式会社

長谷工コーポレーション
(平29.4)

1日

兼任 講師
村瀬
ムラセ

　大作
ダイサク

＜平成33年4月＞

修士
(計画建設

学)
建築・まちづくり 1前 4 2

株式会社
都市環境研究所
計画グループ
主任研究員
（平23.4）

1日

兼任 講師
Alimire
アレミレ ナセデン         

 Naiseding

＜平成33年4月＞

医学博士 病理学 2前 2 2
順天堂大学

助教
（平25.6）

1日

兼任 講師
二瓶
ニヘイ

　隆一
リュウイチ

＜平成34年4月＞

医学博士 小児科学 3前 4 2

日本リハビリテーション
専門学校
名誉校長
(平19.4)

1日

兼任 講師
白瀬
シラセ

　美
ヨシ

弘
ヒロ

＜平成34年4月＞

学士
(教育)

障害児教育と作業療法 3前 1 1

特定非営利活動法人
Ohana

就労継続支援B型事業所
オハナ農園

施設長
(平27.4)

1日

兼任 講師
藤本
フジモト

　幹雄
ミキオ

＜平成34年4月＞

学士
(医学)

老年医学 3前 4 2

埼玉医科大学総合医療セ
ンター

リハビリテーション科
講師・医長
（平29.9）

1日

兼任 講師
吉澤
ヨシザワ

　いづみ
イヅミ

 ＜平成34年4月＞

専門学校卒 緩和ケアと作業療法 3後 1 1
東京慈恵会医科大学付属

病院
（平13.4）

1日

兼任 講師
白木原　葉子
シロキハラ　ヨウコ

 ＜平成34年4月＞

準学士
発達・精神障害に対す
る社会生活力と作業療
法

3前 1 1
社会福祉法人　らっく

（平31.4）
1日

兼任 講師
鈴木
スズキ

　忠
タダ

幸
ユキ

＜平成32年4月＞

博士
（理学）

物理学 1後 4 2

立教大学
理学部

物理学科
非常勤講師
（平27.4）

1日

兼任 講師
杉山　文彦
スギヤマ　フミヒコ

＜平成32年4月＞

社会学士 国際関係論
1前・
後

2 2
時事通信社解説委員
兼　Janet編集長

（昭56.4）
1日

1前・
後

4 1日48 兼任 講師
山田
ヤマダ

　守彦
モリヒコ

＜平成32年4月＞

法務博士
(専門職)

法学 2
日比谷ともに法律事務所

(平23.12)
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41

50

27
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（リハビリテーション学部　作業療法学科）

別記様式第3号（その2の1）

教 　員 　の 　氏 　名 　等

（用紙　日本工業規格A4縦型）

調書
番号

専任等
区　分

職位
フリガナ

氏名
＜就任（予定）年月＞

年齢
現　職

（就任年月）

申 請に 係る
大 学等 の職
務 に従 事す

る
週 当た り平
均 日 数

保有
学位等

月　額
基本給

（千円）
担当授業科目の名称

配当
年次

担　当
単位数

年　間
開講数

兼任
補充

健康科学

共生社会の展開と実践
共生社会の展開と実践

1前・
後
3後
3後

2

2
2

12



別記様式第３号（その３の１）

職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 1人 人 1人 1人 5人 8人

修 士 人 人 人 人 1人 1人 人 2人

学 士 人 人 人 人 1人 人 人 1人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 1人 人 1人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 人 1人 人 人 1人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 5人 人 人 人 人 5人

修 士 人 人 人 3人 人 人 人 3人

学 士 人 人 人 1人 人 1人 人 2人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 1人 人 人 1人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 1人 1人 人 人 人 2人

学 士 人 人 人 1人 人 人 人 1人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 6人 人 1人 1人 5人 13人

修 士 人 人 1人 4人 2人 1人 人 8人

学 士 人 人 人 2人 1人 1人 人 4人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 1人 1人 人 2人

合 計

講 師

助 教

准教授

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況
（リハビリテーション学部　理学療法学科）

教 授

1



職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 人 人 人 2人 2人 4人

修 士 人 人 人 1人 1人 3人 人 5人

学 士 人 人 人 人 人 人 1人 1人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 1人 人 人 1人

博 士 人 人 人 1人 人 人 1人 2人

修 士 人 人 人 2人 3人 人 人 5人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 2人 人 人 人 2人

学 士 人 人 人 1人 人 人 人 1人

短期大
学 士

人 人 人 人 1人 人 人 1人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 1人 1人 1人 人 人 人 3人

学 士 人 2人 人 人 人 人 人 2人

短期大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

その他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 1人 人 2人 3人 6人

修 士 人 1人 1人 6人 4人 3人 人 15人

学 士 人 2人 人 1人 人 人 1人 4人

短期大
学 士

人 人 人 人 1人 人 人 1人

その他 人 人 人 人 1人 人 人 1人

講 師

助 教

合 計

准教授

別記様式第３号（その３の１）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況
（リハビリテーション学部　作業療法学科）

教 授

1



別記様式第３号（その３の２） 

職 位 学 位 29歳以下 30～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 64歳 65～ 69歳 70歳以上 合 計 備 考

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 1人 1人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　1人） （　人） （　1人）

人 人 人 人 1人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 1人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　1人） （　人） （　1人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 2人 人 人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （　2人） （　人） （　人） （　人） （　2人）

人 人 人 1人 人 1人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （ 0人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 1人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 1人 1人 人 人 人 2人

（　人） （　人） （　1人） （　1人） （　人） （　人） （　人） （　2人）

人 人 人 1人 人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 1人 3人 1人 1人 人 6人

（　人） （　人） （　1人） （　3人） （ 0人） （　1人） （　人） （ 5人）

人 人 人 2人 1人 1人 人 4人

（　人） （　人） （　人） （ 0人） （ 0人） （ 0人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 1人 1人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　1人） （　人） （ 1人）

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況
（専門職大学等又は専門職学科を設ける大学若しくは短期大学の実務の経験等を有する専任教員）

（リハビリテーション学部　理学療法学科）

教 授

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

准教授

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

講 師

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

助 教

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

合 計

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

1



職 位 学 位 29歳以下 30～ 39歳 40～ 49歳 50～ 59歳 60～ 64歳 65～ 69歳 70歳以上 合 計 備 考

人 人 人 人 人 1人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　1人） （　人） （　1人）

人 人 人 1人 1人 2人 人 4人

（　人） （　人） （　人） （ 0人） （　1人） （　2人） （　人） （　3人）

人 人 人 人 人 人 1人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 1人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 1人 人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　1人） （　人） （　人） （　人） （ 1人）

人 人 人 人 2人 人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　2人） （　人） （　人） （　2人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 2人 人 人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 1人 人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 1人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 1人 1人 1人 人 人 人 3人

（　人） （　1人） （　1人） （ 0人） （　人） （　人） （　人） （　2人）

人 2人 人 人 人 人 人 2人

（　人） （ 0人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 人 人 人 人 人

（　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人） （　人）

人 人 人 1人 人 1人 人 2人

（　人） （　人） （　人） （　1人） （　人） （　1人） （　人） （　2人）

人 1人 1人 4人 3人 2人 人 11人

（　人） （　1人） （　1人） （ 0人） （　3人） （　2人） （　人） （ 7人）

人 2人 人 1人 人 人 1人 4人

（　人） （ 0人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人） （ 0人）

人 人 人 人 1人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人）

人 人 人 人 1人 人 人 1人

（　人） （　人） （　人） （　人） （ 0人） （　人） （　人） （ 0人）

別記様式第３号（その３の２） 

（用紙　日本工業規格Ａ４縦型）

専任教員の年齢構成・学位保有状況
（専門職大学等又は専門職学科を設ける大学若しくは短期大学の実務の経験等を有する専任教員）

（リハビリテーション学部　作業療法学科）

教 授

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

准教授

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

講 師

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

助 教

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

合 計

博 士

修 士

学 士

短期大
学 士

その他

1



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査意見への対応を記載した書類（９月） 

リハビリテーション学部 

全学共通 

  



 

 

審査意見への対応を記載した書類（９月） 

リハビリテーション学部 全学共通 
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ること。 .................................................................................................................................. 11 
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（是正事項） 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

１．【第一次審査意見１の回答について】   

＜ディプロマ・ポリシーと養成する人材像の説明が不整合＞ 

ディプロマ・ポリシーが改善され、理学療法学科は「身体運動に関する医療専門職」、作業

療法学科は「生活支援を行う医療専門職」などと説明が改められたが、修正されたディプロ

マ・ポリシーの内容が設置の趣旨等を記載した書類の養成する人材像の説明に反映されて

いないため、適切に反映させたうえで整合を図ること。 

（対応） 

 

指摘を受け、理学療法士・作業療法士それぞれの特性を鑑み、展開科目の科目構成を見直

した。展開科目の修正も踏まえ、理学療法学科、作業療法学科の資格の特性に応じたディプ

ロマ・ポリシーをもとに、養成人材像に反映させた。 

 

＜大学のディプロマ・ポリシー＞ 

１） 保健医療分野の専門性 

保健医療の専門職として必要な専門知識と技術を身に付け、対象者の支援のために適切

に活用することができる。 

２） 共生社会の理解 

共生社会の概念を理解し、障がい者や高齢者など多様な生活者が共生できる社会の実現

に意識を置きながら、保健医療の専門職として行動することができる。 

３） 課題解決力 

保健医療の専門職が直面する様々な課題について、その背景やニーズを把握し、対象者の

立場を理解し、課題解決に向け適切に行動することができる。 

４） 応用力 

ＱＯＬの維持・向上や健康寿命の延伸に向け、保健医療の専門分野のみならず、関連する

他分野の知識を応用し、視野を広げて業務に取り組むことができる。 

５） 組織における経営・マネジメント力 

経営・マネジメントの素養を身に付け、保健医療に関する諸課題の改善に取り組むことが

できる。 

＜大学の養成する人材像＞ 

大学の養成する人材像は、「専門職業人材としての高い専門的知識と技術を備えると共に、

多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOLの維持・向上に関する知見を有し、組織の経

営・マネジメント※の知識を身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」で

ある。 
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■理学療法学科のディプロマ・ポリシー   

Ｄ１）保健医療分野の専門性 

理学療法に関わる専門的な知識や技術を修得し、様々な疾患や障害により理学療法を必要

とする対象者に対し、適切で専門的な理学療法を行い、社会適応するための支援ができる。 

Ｄ２）共生社会の理解 

理学療法の専門職としての役割に加え、共生社会の理念を実践する理学療法士としての自

覚を持ち、組織や地域社会に貢献することができる。 

Ｄ３）課題解決力 

身体運動に関する医療専門職である理学療法士として、対象者の立場や背景、ニーズ等を

把握した上で、適切に病態や障害を評価し、運動機能の回復・維持等に対する課題解決に

取り組むことができる。 

Ｄ４） 応用力 

理学療法の専門性である身体運動分野等に隣接する他分野へ視野を広げ、対象者のQOL

維持・向上や健康寿命の延伸に向けた理学療法の応用・展開に取り組むことができる。 

Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や理学療法に取り組む組織・人材マネジメント等に関する基礎知識を身に付

け、保健医療経営やマネジメント等の課題に幅広く対応できる。 

 

 

＜理学療法学科の養成する人材像＞ 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（15ページ） 

理学療法学科の養成する人材像は、「高

度化かつ多様化する保健医療分野におい

て、身体運動に関する医療専門職である理

学療法士としての高い専門的知識と技術を

備えることで、身体に障害のある人の運動

機能の回復・維持のために基本的動作能力

を獲得させ、多様な生活者の健康寿命の延

伸等を含めたQOLの維持・向上に貢献でき

る人材。さらに、理学療法のみならず、身

体運動分野等に隣接する他分野や組織の経

営・マネジメントの知識を身に付け、共生

社会の実現と発展に貢献する実務リーダ

ー」である。 

（15ページ） 

 理学療法学科の養成する人材像は、「高度

化かつ多様化する保健医療分野において、

理学療法士としての高い専門的知識と技術

を備えると共に、身体に障害のある人に基

本的動作能力を獲得させ、多様な生活者の

健康寿命の延伸等を含めた QOL の維持・向

上に貢献できる人材。さらに、理学療法の

みならず、組織の経営・マネジメントの知

識を身に付け、共生社会の実現と発展に貢

献する実務リーダー」である。 
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■作業療法学科のディプロマ・ポリシー  

Ｄ１）保健医療分野の専門性 

作業療法に関わる専門的な知識や技術を修得し、身体的及び精神的なリハビリテーションを

必要とする対象者に、日常生活・社会生活を実現するための支援ができる。 

Ｄ２）共生社会の理解 

作業療法の専門職としての役割に加え、共生社会の理念を実践する作業療法士としての自

覚を持ち、組織や地域社会に貢献することができる。 

Ｄ３）課題解決力 

生活支援を行う医療専門職である作業療法士として、適切な評価を通して、対象者が実現し

たい生活行為等を把握し、日常生活・社会生活に必要な能力の維持・回復等に関する課題

解決に取り組むことができる。 

Ｄ４）応用力 

作業療法の専門性である生活支援分野等に隣接する他分野へ視野を広げ、対象者のQOL

維持・向上や健康寿命の延伸に向けた作業療法の応用・展開に取り組むことができる。 

Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や作業療法に取り組む組織・人材マネジメント等に関する基礎知識を身に付

け、保健医療経営やマネジメント等の課題に幅広く対応できる。 

 

 

＜作業療法学科の養成する人材像＞ 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（16ページ） 

作業療法学科の養成する人材像は、「保健

医療分野における生活支援を行う医療専門

職である作業療法士としての高い専門的知

識と技術を備えることで日常生活や社会生

活に必要な能力の維持・回復のため、身体

に障害のある者に応用的動作能力を又は精

神に障害のある者に社会的適応能力を獲得

させ、多様な生活者の健康寿命の延伸等を

含めた QOL の向上に貢献できる人材。さら

に、生活支援分野等に隣接する他分野や組

織の経営・マネジメントの知識を身に付け、

共生社会の実現と発展に貢献する実務リー

ダー」である。 

（16ページ） 

 作業療法学科の養成する人材像は、「保健

医療分野における作業療法士としての高い

専門的知識と技術を備えると共に、身体に

障害のある者に応用的動作能力を又は精神

に障害のある者に社会的適応能力を獲得さ

せ、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含

めた QOLの向上に貢献できる人材。さらに、

組織の経営・マネジメントの知識を身に付

け、共生社会の実現と発展に貢献する実務

リーダー」である。 

  



4 

 

（改善事項） 全学共通 

【教育課程等】 

 

２．【第一次審査意見４の回答について】 

＜展開科目の説明が不十分＞ 

展開科目が見直され、作業療法学科に係る展開科目の「音楽療法によるＱＯＬの維持向上

Ⅰ・Ⅱ」について、「高齢者・障害者の社会参加・外出支援に貢献し、健康寿命の延伸とＱ

ＯＬの維持向上に寄与する」と説明されているが、音楽療法の定義は広く、健康の維持、心

身の障害の機能回復、生活の質の向上、問題行動の改善などを目的に行われるものであって、

「社会参加・外出支援に貢献」との記載については適切とは言えないため、再検討すること

が望ましい。 

（対応） 

指摘を受け、作業療法学科の展開科目の隣接他分野では、選択必修科目として「音楽療法

によるＱＯＬの維持向上Ⅰ・Ⅱ」及び「美容ケアによるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・Ⅱ」設定し

ているが、それぞれについて、以下のように科目の目的を再整理した。 

 
 

「美容ケアによるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・Ⅱ」は、「社会参加・外出支援につなが

り、健康寿命の延伸とＱＯＬの維持・向上に寄与する能力を育成」 

「音楽療法によるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・Ⅱ」は、「日常生活支援に役立ち、対人

交流を促進し社会とのつながりを深めることで健康寿命の延伸とＱＯＬの維持・向

上に寄与する能力を育成」 
 

 

「音楽療法によるＱＯＬの維持向上Ⅰ・Ⅱ」は、歌うことで口腔機能を維持する、馴染み

のある音楽や楽器を用いることで自発性･活動性を促進しリハビリテーション効果を高め

る他、音楽による不安や痛みの軽減、精神的な安定、身体の運動性の向上、表情や感情の表

出、リラクゼーションなどの効果が期待され、障がい者や高齢者の日常生活支援につながる

として、展開科目として設定した科目である。 

 

音楽療法について、音楽療法学会では「音楽のもつ生理的、心理的、社会的働きを用いて、

心身の障害の回復、機能の維持改善、生活の質の向上、行動の変容などに向けて、音楽を意

図的、計画的に使用すること」と定義されている。また、音楽や音楽療法について、「孤立

を防ぐ、人との交流」「社会性問題行動の減少」「コミュニケーション」「心の安定、精神的

な成長」「介護予防、言語や身体のリハビリ」「子どもの心身の発達」（日本音楽療法学会） 

「音楽療法士」  https://www.jmta.jp/music_therapist/）という効果があるとしている

（図表 １）。 
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音楽は快刺激として心身に作用し、人をリラックスさせたり活発にさせたりする効果が

期待できる。また、音楽行動はコミュニケーションと深く結びついており、音楽刺激が他者

への関心へとつながる、あるいは音楽を通じて絆が深まるという効果も期待できる。 

このような音楽の持つ力（作用）によって、発達促進のための活動やリハビリテーション

の効果を高め、言語面や身体面だけでなく社会性を向上させるとともに、音楽活動そのもの

が人との交流機会となり、孤立を防ぎ社会とのつながり深め、対象者のＱＯＬを高めること

につながると考えられている。 

 

図表 １ 音楽や音楽療法活動の効果 

 

【出典】音楽療法学会ホームページ https://www.jmta.jp/music_therapist/ 

 

このように音楽療法には日常生活支援に役立ち、コミュニケーション・人との交流を促進

する効果が期待されるものの、外出支援という表現は適切ではないと判断し、「日常生活支

援に役立ち、対人交流を促進し社会とのつながりを深めることで健康寿命の延伸とＱＯＬ

の維持・向上に寄与する能力を育成」と修正した。 

なお、音楽療法は言語を用いた治療法が難しい重度の障がい者から健康な人々まで、広い

汎用性があるという特徴があり、音楽療法を行うことにより地域や社会との交流を促進し

孤立を防ぎ「居場所作り」に役立つことから、地域包括ケアシステムにおいても有用性が期

待できる。 

多様な生活者の健康寿命の延伸やＱＯＬの維持・向上に創造的な役割を果たすことがで

きる作業療法士の育成を目指すうえで、作業療法士の専門知識に加え音楽療法について学

修することは、作業療法士の活躍の場を広げることに役立つと考えている。 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（46ページ） 

「美容ケアによるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・

Ⅱ」を、日常生活支援に役立ち対人交流を促

進し社会とのつながりを深めることで健康寿

命の延伸とＱＯＬの維持・向上に寄与する能

力を育成する観点から「音楽療法によるＱＯ

Ｌの維持・向上Ⅰ・Ⅱ」を、選択必修科目とし

て設定した。 

 

（中略） 

 

「音楽療法によるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・

Ⅱ」は、言語を用いた治療法が難しい重度の

障がい者から健康な人々まで、広い汎用性が

あり保健医療福祉の様々な領域で行われてい

る音楽療法の概要を学ぶ科目である。音楽療

法は、音楽の力（作用）によって発達促進の

ための活動やリハビリテーションの効果を高

め、言語面や身体面だけでなく社会性を向上

させることで、障がい者や高齢者の日常生活

支援に寄与する。また、交流を促進し孤立を

防ぎ「居場所作り」に役立つことから、地域

包括ケアシステムにおいても有用性が期待で

き、対象者の日常生活を支援する作業療法士

にとって有益であり、かつ創造的な知識・能

力につながると考え設定した科目である。 

 

（68ページ） 

「音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」

では、日常生活支援に役立ち対人交流を促進

し社会とのつながりを深めることで健康寿命

の延伸とＱＯＬの維持・向上に寄与する知識

や技術を学修する。 

（46ページ） 

 「美容ケアによるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・

Ⅱ」と、「音楽療法によるＱＯＬの維持・向

上Ⅰ・Ⅱ」の4科目を選択必修科目として設定

した。 

 

 

 

 

（中略） 

 

「音楽療法によるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・Ⅱ」

は、保健医療福祉の様々な領域で行われてい

る音楽療法の概要を学ぶ科目である。音楽療

法は、不安や痛みの軽減、精神的な安定、自

発性・活動性の促進、身体の運動性の向上、

表情や感情の表出、リラクゼーションなどの

効果が期待され、障がい者や高齢者の日常生

活支援につながり、対象者の日常生活を支援

する作業療法士にとって有益であり、かつ創

造的な知識・能力につながると考え設定した

科目である。 

 

 

 

 

 

（68ページ） 

 「音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ・

Ⅱ」では、障がい者や高齢者の不安や痛み

の軽減などにつながる知識や技術を学修す

る。 
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【資料 １】 「音楽療法によるＱＯＬの維持・向上Ⅰ・Ⅱ」シラバス 

科目名 音楽療法によるＱＯＬの維持向上Ⅰ 担当教員 平野 夏子 

学科 作業療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 選択 授業形態 講義 

単位数 2単位 時間数 30時間 回数 15回 

 

授業概要 イントロダクションでは、介護予防や在宅医療を含む医療福祉の様々な現場で行わ

れている音楽療法について体験的に学び、対象者のＱＯＬの維持・向上の為に音楽を

どのように活用できるかを考える。次に音楽療法の基礎理論として、音楽が自律神経

や情緒･感情に与える作用、音楽が身体運動を誘発し促進する作用、非言語コミュニケ

ーション・ツールとしての音楽の役割と、乳幼児期の言語獲得に深く関わる音楽の役

割、音楽の社会的機能について学び、これをリハビリテーションや発達支援に活用す

る方法を学ぶ。講義の後半では、各領域の事例から具体的な音楽の活用法を紹介し、３

年次の実技に向けて、音楽療法で用いる技法の一部とツールとしての音楽の特性およ

び使用する際の留意点について学ぶ。 

到達目標 ① セラピーのツールとしての音楽の有用性を知る 

② セラピーのツールとしての音楽の特性を知る 

③ 様々な現場での音楽の活用法を考えることができる 

 

№ テーマ  内容 

1 
イントロダ

クション① 

授業内容 地域活動支援センターの音楽活動の紹介と解説 

予習 地域活動支援センターでの作業療法について学んだことを復習しておく 

復習 授業の体験から自分にできる音楽の活用法を考える 

2 
イントロダ

クション② 

授業内容 高齢者を対象とした音楽活動の紹介と解説 

予習 介護現場での作業療法について学んだことを復習しておく 

復習 授業の体験から自分にできる音楽の活用法を考える 

3 
イントロダ

クション③ 

授業内容 発達支援のための音楽活動の紹介と解説 

予習 障がい児者の現場での作業療法について学んだことを復習しておく 

復習 課題レポート①：自分にできる音楽の活用法について 

4 
音楽療法の

基礎理論① 

授業内容 音楽とは何か/音楽療法の誕生と歴史 

予習 自分の日常生活の中で音楽がどのように使われているか考えてくる 

復習 自分の生活の中の音楽の役割について考える 

5 
音楽療法の

基礎理論② 

授業内容 音楽と脳科学－神経学的音楽療法について－ 

予習 「脳の機能局在」について他の科目で学んだことを復習しておく 

復習 音楽活動がどのような脳機能を用いて行われているか整理しておく 

【資料１】 
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6 
音楽療法の

基礎理論③ 

授業内容 音楽と発達理論－感覚統合理論と音楽療法－ 

予習 「発達」について他の科目で学んだことを復習しておく 

復習 各発達段階に適した音楽活動を整理しておく 

7 
音楽療法の

基礎理論④ 

授業内容 音楽と社会性－音楽を使うと参加しやすくなるのは何故か－ 

予習 音楽が社会の中でどのような役割を果たしているか考えてくる 

復習 音楽の社会的機能について整理しておく 

8 

対象別アプ

ローチと事

例① 

授業内容 障がい児者の音楽療法の事例から学ぶ 

予習 「発達障害」について他の科目で学んだことを復習しておく 

復習 学んだ中から自分に出来る音楽の活用法を考えメモしておく 

9 

対象別アプ

ローチと事

例② 

授業内容 医療現場の音楽療法の事例から学ぶ 

予習 「中途障害」「神経難病」について他の科目で学んだことを復習しておく 

復習 学んだ中から自分に出来る音楽の活用法を考えメモしておく 

10 

対象別アプ

ローチと事

例③ 

授業内容 認知症高齢者の音楽療法の事例から学ぶ 

予習 「認知症」について他の科目で学んだことを復習しておく 

復習 課題レポート②：作業療法における音楽の活用の可能性について考える 

11 

音楽療法の

アセスメン

トと評価 

授業内容 音楽行動のアセスメントと評価の方法について学ぶ 

予習 音楽活動をどのように評価するか考えてくる 

復習 学んだアセスメントの方法を身近な人で試してみる 

12 

ツールとし

ての音・音

楽① 

授業内容 音楽の３要素であるリズム・メロディ・ハーモニーについて学ぶ 

予習 身近な音楽をタイプ別に分類してくる 

復習 授業で紹介された楽曲を聴いてみる 

13 

ツールとし

ての音・音

楽② 

授業内容 楽器の特性とそれをセラピーに用いる際の注意点について学ぶ 

予習 作業療法に楽器を活用する方法を考え、アイディアをメモしてくる 

復習 考えてきたアイディアに修正を加える 

14 

ツールとし

ての音・音

楽③ 

授業内容 対象者の生活歴と音楽のかかわりについて学ぶ（日本歌謡史） 

予習 両親・祖父母などの若い頃の音楽についてリサーチする 

復習 授業で紹介された楽曲を聴いてみる 

15 活動計画 

授業内容 具体的な活動計画の立て方について学ぶ 

予習 作業療法に音楽を活用する方法を考え、アイディアをメモしてくる 

復習 課題レポート③：活動計画書を作成する 

評価法基準 課題レポート①②：50点 課題レポート③：50点 

各レポートの評価基準については授業の中で説明する 

教科書・参考書 資料を作成し配布する 

履修上の注意 使用する楽曲のリサーチのために、PC、スマートフォン等の使用を推奨する 
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科目名 音楽療法によるＱＯＬの維持向上Ⅱ 担当教員 平野 夏子 

学科 作業療法学科 学年 3学年 

学期 前期 必修 / 選択 選択 授業形態 実技 

単位数 1単位 時間数 30時間 回数 15回 
 

授業概要 心身の機能を高め交流を促進する音楽の特性を活かし、対象者のＱＯＬの維持・向上

を目指す活動プログラムを考え、模擬活動として実施しながら課題や改善点について話

しあい、修正していく。自分の音楽スキルを知り、それを有効に活用できるようになる

ために、グループ単位で音楽演奏にも取り組んでもらう。最終的に、医療や福祉の現場

を想定した集団プログラムもしくは在宅医療・介護の現場を想定した介護者にもできる

簡易な個別プログラムのどちらかを選択し、音楽を活用した活動計画書を作成する。 

到達目標 ① 自由な発想で、自分も楽しみながら、活動を計画することができる。 

② 歌や楽器、様々な音楽ソースを自分のスキルに応じて活用することができる。 

③ 対象者の立場に立ち、楽しく意欲的になれる活動を考えることができる。 

④ 音楽を心身機能の向上や社会的交流の促進のために活用することができる。 

⑤ 在宅の介護者にもできる音楽を用いた簡易な活動プログラムを考えることができる。 
 

№ テーマ  内容 

1 
活動提供

技術① 

授業内容 「学生が考案した活動①」を実施し、課題をみつけ改善する 

予習 2年次のレポートで考案した活動を具体的にイメージしてくる 

復習 学んだことを応用して自分の活動を修正する 

2 
活動提供

技術② 

授業内容 「学生が考案した活動②」を実施し、課題をみつけ改善する 

予習 活動②を実施できるように練習してくる 

復習 学んだことを応用して自分の活動を修正する 

3 
音楽演奏

技術① 

授業内容 グループごとに 1曲、楽器を活用して音楽演奏を準備する 

予習 各グループで曲を決め、聴いて歌えるようにしてくる 

復習 必要な個人練習を行う 

4 
音楽演奏

技術② 

授業内容 グループごとに 1曲、音楽演奏の発表をする 

予習 発表に向けてグループ練習を行う 

復習 他のグループの発表から学んだことをメモしておく 

5 

音楽を用

いた身体

活動① 

授業内容 グループで、音楽を用いた身体活動を立案し、発表の準備をする 

予習 これまでに学んだ内容から、身体活動のプランを立ててくる 

復習 グループ毎に計画書を清書しておく 

6 

音楽を用

いた身体

活動② 

授業内容 音楽を用いた身体活動の発表 

予習 発表に向けて準備・練習を行う 

復習 他のグループの発表から学んだことをメモしておく 

7 歌を用い 授業内容 グループで、歌を用いた活動を立案し、発表の準備をする 
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た活動① 予習 これまでに学んだ内容から、歌唱活動のプランを立ててくる 

復習 グループ毎に計画書を清書しておく 

8 
歌を用い

た活動② 

授業内容 歌を用いた活動の発表 

予習 発表に向けて準備・練習を行う 

復習 他のグループの発表から学んだことをメモしておく 

9 
楽器活動

① 

授業内容 グループで、楽器を用いた活動を立案し、発表の準備をする 

予習 これまでに学んだ内容から、楽器活動のプランを立ててくる 

復習 グループ毎に計画書を清書しておく 

10 
楽器活動

② 

授業内容 楽器を用いた活動の発表 

予習 発表に向けて準備・練習を行う 

復習 他のグループの発表から学んだことをメモしておく 

11 
集団活動

の計画① 

授業内容 グループ毎に音楽を用いた集団活動プログラムを計画する 

予習 各自音楽を用いた集団活動を考案してくる 

復習 グループ毎に計画書を清書しておく 

12 
集団活動

の計画② 

授業内容 集団プログラムについてのグループ発表を行う 

予習 発表に向けて準備を行う 

復習 他のグループの発表から学んだことをメモしておく 

13 
個別活動

の計画① 

授業内容 在宅の介護者にもできる音楽を用いた簡易な活動プログラムを計画する 

予習 各自音楽を用いた個別活動を考案してくる 

復習 グループ毎に計画書を清書しておく 

14 
個別活動

の計画② 

授業内容 在宅プログラムについてのグループ発表を行う 

予習 発表に向けて準備を行う 

復習 他のグループの発表から学んだことをメモしておく 

15 

活動プ

ログラム

の作成 

授業内容 音楽を用いた作業療法プログラムの作成指導 

予習 集団プログラムまたは個別プログラムを選択し計画書を作成してくる 

復習 計画書を仕上げる 

評価法基準 レポート課題：100％ 

「音楽を活用した集団活動もしくは介護者のための在宅でできる個別活動プログラムに

ついて」 

教科書・参考

書 

参考書「基礎から学ぶリハビリテーションと音楽療法」笠井史人・小島寿子著/音楽之友

社 

履修上の注

意 

・動きやすい服装で参加すること。 

・使用する楽曲のリサーチのために、PC、スマートフォン等の使用を推奨する。 

・楽器経験のある者は、楽器を持参すれば授業の中で活用することができる。キーボー

ド、ギターなどは、授業時間内は学校のものを貸し出すことができる。 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

３．【第一次審査意見５の回答について】 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 

客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後で

行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 

（１）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が改められ、５つの臨地実務実習のうち、

「検査・測定実習」、「評価実習」、「総合実習」の各実習の前後で当該試験を行うこととされ

たが負担が過度となることから、効率的・効果的に評価する観点から、例えば、より実践的

な臨地実務実習の前と最終の臨地実務実習の後に当該試験を行うよう実施方法を検討する

こと。 

（対応） 

審査意見を受け、臨地実務実習の各学科の評価の考え方を再検討し、客観的臨床試験（Ｏ

ＳＣＥ）（以下、「ＯＳＣＥ」と呼ぶ）の実施時期を以下のように改めた。 

 

両学科とも、「総合実習」は理学療法及び作業療法全般に関係する内容（面接、評価、目

標設定、療法計画の作成と実施、再評価、今後の方針という一連の流れ）を体験する科目で

あり、指摘にある「より実践的な臨地実務実習」に該当すると位置付け、ＯＳＣＥの実施回

数と科目を見直し、臨地実務実習のうち、「総合実習」の開始前と終了後のみの実施に変更

した。 

 

なお、総合実習以外の臨地実務実習は、理学療法・作業療法の全般的な内容ではなく、特

定の基本的な内容を体験する科目であるため、各課題を実践形式の一連の流れで行うＯＳ

ＣＥではなく、それらの内容に即した技術・態度を確認する方法で評価する方が適している

と判断した。患者に直接触れて対応する臨地実務実習は、学生が実習に参加するレベルに達

しているかを評価する必要があると考え、総合実習以外の臨地実務実習の前に、患者対応や

リスク管理等を含めた実技試験を行うこととした。 

 

①臨地実務実習の各学科の評価の考え方と方法 

 指定規則では各実習科目の前後で評価を行うことが定められているため、各学科での評

価を以下のとおりに設定した。 

 

【理学療法学科】 

 効率的・効果的に評価する観点から、評価の考え方と実施時期を「図表 ２ 再補正時

の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（前回の考え方）」から「図表 ３ 再々補

正時の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今回の考え方）」に変更した。 
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図表 ２ 再補正時の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（前回の考え方） 

 検査・測定実習 評価実習 総合実習 

履修条件： 

【知識】の確認 
 2年次までに配

置されている必修

科目（基礎科目・

職業専門科目）を

履修していること 

 3年次までに配

置されている必修

科目（基礎科目・

職業専門科目）を

履修していること 

 3年次までに配置され

ている必修科目（基礎科

目・職業専門科目）を履

修していること 

 

実習前： 

【技術】

【態度】 

の確認 

評価方法 ＯＳＣＥ ＯＳＣＥ ＯＳＣＥ 

内容  基礎理学療法評

価学・基礎理学療

法評価学実習の内

容から出題 

 運動器・神経・

内部障害理学療法

評価学及び実習の

内容から出題 

 理学療法全般の内容か

ら出題 

 

 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び内容 
【知識】 

・実習記録 

 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 

 

図表 ３ 再々補正時の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今回の考え方） 

 検査・測定実習 評価実習 総合実習 

履修条件： 

【知識】の確認 

 2年次までに配置

されている必修科

目（職業専門科目）

を履修しているこ

と 

 

 3年次までに配置

されている必修科

目（職業専門科目）

を履修しているこ

と 

 

 3年次までに配置されて

いる必修科目（職業専門科

目）を履修していること 

 

・筆記試験 

実習前： 

【技術】

【態度】 

の確認 

評価方法 実技試験 実技試験 ＯＳＣＥ 

内容 

基礎理学療法評価

学・基礎理学療法評

価学実習の内容か

ら出題 

 

運動器・神経・内部

障害理学療法評価

学及び実習の内容

から出題 

 

４領域 

①検査・測定の評価・介入 

②内部障害疾患の評価・介

入 

③運動器疾患の評価・介入 

④中枢神経疾患の評価・介

入 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び内容 
【知識】 

・学内課題発表 

 

 

【技術】【態度】 

・実技試験 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・実技試験 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 
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【作業療法学科】 

 評価の考え方と実施時期を、「図表 ４ 再補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期

（前回の考え方）」から「図表 ５ 再々補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今

回の考え方）」に変更した。 

 

図表 ４ 再補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（前回の考え方） 

 評価実習Ⅰ 評価実習Ⅱ 総合実習Ⅰ 総合実習Ⅱ 

履修条件： 

【知識】の確認 
 2年次末までに配置されてい

る必修科目（基礎科目・職業専門

科目）を履修していること 

 3年次末までに配置されている

必修科目（基礎科目・職業専門科

目）を履修していること 

実習前： 

【技術】

【態度】 

の確認 

評価方法 ＯＳＣＥ（Ⅰ・Ⅱ一緒に実施） ＯＳＣＥ ＯＳＣＥ 

評価内容 
評価学の全ての内容から出題 治療学の全ての内容から出題 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び内容 振返りとまと

め（実習内容報

告会） 

振返りとまと

め（実習内容報

告会） 

振返りとまとめ

（実習内容報告

会） 

振返りとまとめ

（実習内容報告

会） 

 

図表 ５ 再々補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今回の考え方） 

 評価実習Ⅰ 評価実習Ⅱ 総合実習Ⅰ 総合実習Ⅱ 

履修条件： 

【知識】の確認 
 2年次末までに配置されてい

る必修科目（職業専門科目）を

履修していること 

 

 3年次末までに配置されてい

る必修科目（職業専門科目）を履

修していること 

・筆記試験 

実習前： 

【技術】

【態度】

の確認 

評価方法 実技試験 ＯＳＣＥ 

内容 
 評価学の中から「身体障害」に

重きを置いた内容で実施（その

他、高次脳機能障害・ＡＤＬ・面

接） 

 

以下の4領域から課題を設定 

①身体障害の評価・介入 

②高次脳機能障害の評価・介入 

③基本動作の評価・介入 

④ＡＤＬの評価・介入 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び 

内容 

・学内課題発表 

 

・症例報告会 

 

 

・学内課題発表 

 

・症例報告会 

 

 

・学内課題発表

（口頭発表） 

・症例報告会 

・学内課題発表

（口頭発表） 

・症例報告会 

ＯＳＣＥ 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（98ページ） 

②臨地実務実習前の準備 

履修前に実施する実技試験に合格している

ことを「検査・測定実習」「評価実習」の、OSCE

に合格していることを「総合実習」の履修に

おける前提条件とする。 

（98ページ） 

②臨地実務実習前の準備 

 履修前に実施するOSCEに合格していること

を、「検査・測定実習」「評価実習」「総合実習」

の履修における前提条件とする。 

（99ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCE を導入する。導入に当たっ

ては効率的・効果的に評価する観点から、導

入科目を理学療法全般に関係する内容（面接、

評価、目標設定、療法計画の作成と実施、再

評価、今後の方針という一連の流れ）を体験

する科目でありより実践的な臨地実務実習で

ある「総合実習」とし、「総合実習」の前後で

OSCEを実施することとした。 

（99ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

 本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCE を導入する。この OSCE は、

イギリスの Harden らにより開発された臨床

能力を客観的に評価するための構造化された

試験で、本邦においても既に医師養成課程に

おける医学教育において広く汎用されてい

る。 

（109 ページ） 

２）検査・測定実習 

臨地実務実習前オリエンテーション（削除）を実施し、

実技試験により基礎理学療法学評価学及び実習の習熟度を

評価する。 

臨地実務実習後、実技試験を実施し、基礎理学療法評価

学及び実習の習熟度を評価した上で、学内課題発表の場で

ある実習報告会で、学習内容を担当教員と振り返り、実習

内容を発表する。 

 

 

（削除） 

 

 

 

2年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を

履修していること 

臨地実務実習前OSCEは実施しない。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とし

た上で、①実技試験の結果、②症例報告書、③実習記録、

④学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務

実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行

う。 
 

（107 ページ） 

２）検査・測定実習 

 臨地実務実習前オリエンテーション及び OSCE を実施し、基

礎理学療法学評価学及び実習の習熟度を評価する。 

 

 臨地実務実習後、OSCE を実施し、基礎理学療法評価学及び

実習の習熟度を評価した上で、実習後、実習報告会で、学習内

容を担当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

 

 実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門科

目）の単位を、全て修得していること。 

 ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、修

得見込みであることを条件とする。 

 また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

（追加） 

 

 基礎理学療法評価学・基礎理学療法評価学実習での修得内

容について臨地実務実習前オリエンテーション及び臨地実務 

実習前 OSCEを実施する。 

 臨地実務評価実習実施後 0SCEを実施し、基礎理学療法評価

学及び実習の習熟度を把握する。 

 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員

の同行はしない。 

 決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした

上で、①OSCE結果、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発

表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の意

見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 
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（110ページ） 

３）評価実習 

実習の

目的を

達成す

るため

の実習

の具体

的内容 

臨地実務実習指導者の指示により理学療法評

価を幅広く体験し（クラークシップ形式）、理

学療法士に求められる知識、技術の適応方法を

学修する。併せて実際に行った理学療法評価か

ら症例の生活機能を考察し、プログラムの立

案、理学療法の実施までの流れを理解する。 

・評価実習前に行う実技試験 

・担当症例に対する情報収集、評価計画の立案 

・理学療法評価体験等  

・基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・担当症例等へ初期評価、治療計画、目標作成 

・担当症例等への理学療法補助体験 担当症例

初期評価振り返り  

・担当症例への理学療法再評価実施  

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症

例等への理学療法補助体験 

・評価実習振り返り（実習施設内） 

・評価実習後に行う実技試験 
 

（108 ページ） 

３）評価実習 

実習の

目的を

達成す

るため

の実習

の具体

的内容 

臨地実務実習指導者の指示により理学療法評

価を幅広く体験し（クラークシップ形式）、理

学療法士に求められる知識、技術の適応方法を

学修する。併せて実際に行った理学療法評価か

ら症例の生活機能を考察し、プログラムの立

案、理学療法の実施までの流れを理解する。 

・評価実習前OSCE評価 

・担当症例に対する情報収集、評価計画の立案 

・理学療法評価体験等  

・基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・担当症例等へ初期評価、治療計画、目標作成 

・担当症例等への理学療法補助体験 担当症例

初期評価振り返り  

・担当症例への理学療法再評価実施  

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症

例等への理学療法補助体験 

・評価実習振り返り（実習施設内） 

・評価実習後OSCE評価 
 

（111 ページ） 

具体的な知識・技能の修得状況について、実技試験、実

習記録・評価表によって評価する。 

実習前オリエンテーション及び実技試験を実施する。 

運動器/神経/内科理学療法評価学及び同実習における習

熟度について客観評価を行う。 

臨地実務実習後、実技試験を実施し、運動器・神経・内

部障害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、

臨地実務実習後学内セミナーで学修内容を担当教員と振り

返り、実習内容を発表する。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

3年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を

履修していること 

OSCEは実施しない。実習前と実習後に実技試験を実施

し、運動器・神経・内部障害理学療法評価学及び実習の習

熟度を評価した上で、実習後、学内セミナーで、学修内容

を担当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とした

上で、①実技試験の結果、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行

う。 
 

（108 ページ） 

上記、具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、

実習記録・評価表によって評価する。 

実習前オリエンテーション及びOSCEを実施する。 

運動器/神経/内科理学療法評価学及び同実習における習

熟度について客観評価を行う。 

臨地実務実習後、OSCEを実施し、運動器・神経・内部障

害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、臨地

実務実習後学内セミナーで学修内容を担当教員と振り返

り、実習内容を発表する。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、 

全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

（追加） 

 

実習前と実習後は、OSCEを実施し、運動器・神経・内部

障害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、実

習後、学内セミナーで、学修内容を担当教員と振り返り、

実習内容を発表する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とし

た上で、①OSCE結果、②症例報告書、③実習記録、④学内

症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指

導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 
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（112 ページ） 

４）総合実習 

具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、筆記試

験、実習記録・評価表によって評価する。 

臨地実務実習前オリエンテーションとして臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

実習前にOSCEを実施し、理学療法専門科目とその実習に

おける総合的な習熟度を評価する。 

知識の確認のため、筆記試験を行う。 

実習後にOSCEを実施し、習熟度を計る。 

理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を

評価した上で、実習後、学内セミナーで、学修内容を担当

教員と振り返り、実習内容を発表する。 

 

 

（削除） 

 

3年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履

修していること 

事前評価として実施するOSCE及び筆記試験に合格してい

ること。 

理学療法全般の内容について臨地実務実習前オリエンテ

ーション及び臨地実務実習前にOSCEを実施する。 

臨地実務実習後0SCEを実施し、総合実習における理学療

法習熟度を把握する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とした

上で、①OSCE結果、②筆記試験、③症例報告書、④実習記

録、⑤学内症例発表及び⑥実習評価表の内容に基づく臨地

実務実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価

を行う。 
 

（110 ページ） 

４）総合実習 

具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、実習記

録・評価表によって評価する。 

臨地実務実習前オリエンテーションとして臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

OSCEを実施し、理学療法専門科目とその実習における総

合的な習熟度を評価する。 

（追加） 

実習後、OSCEを実施し、習熟度の向上を計る。 

理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を

評価した上で、実習後、学内セミナーで、学修内容を担当

教員と振り返り、実習内容を発表する。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

（追加） 

 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

理学療法全般の内容について臨地実務実習前オリエンテ

ーション及び臨地実務実習前OSCEを実施する。 

臨地実務実習後0SCEを実施し、総合実習における理学療

法習熟度を把握する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とし

た上で、①OSCE結果、②症例報告書、③実習記録、④学内症

例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導

者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 

 

（115 ページ） 

５）地域実習 

実習前の

必要履修

科目 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

3年次までに配置されている必修科目（職

業専門科目）を履修していること。 
 

（113 ページ） 

５）地域実習 

実習前の

必要履修

科目 

実習前に配置されている必修科目（基礎科

目・職業専門科目）の単位を、全て修得して

いること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修して

いる科目は、修得見込みであることを条件と

する。 

また、事前評価として実施する客観的臨床

能力試験（OSCE）に合格していること。 

 

（追加） 
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１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

学科教員は、評価表による成績評価のほか、

OSCE、実技試験、筆記試験、学生の実習記録、

症例報告書、症例報告会での報告内容、口頭

試問をもとに評価を行う。 

 

（116 ページ） 

３）成績評価の項目 

検査・

測定実

習 

実習前後実技試験 40％ 

学内課題発表20％（実習内容（記録方法含む）

を確認、また自己学修内容を踏まえて総合的に

評価） 

施設評価40％（実習指導者評価より判定） 

評価実

習 

実習前後実技試験 40％ 

学内の課題発表・症例報告会20％（実習課題の

発表、症例検討会） 

実習施設の評価40％（臨地実務実習指導者によ

る評価） 

総合実

習 

筆記試験及び実習前後OSCE 30％（客観的に臨

床能力を判定） 

学内の課題発表30％（実習課題の発表、症例検

討会） 

実習先施設の評定40％（臨地実務実習指導者に

よる評価） 
 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

 学科教員は、評価表による成績評価のほか、

OSCE、学生の実習記録、症例報告書、症例報告

会での報告内容、口頭試問をもとに評価を行

う。 

 

（114 ページ） 

３）成績評価の項目 

検査・

測定実

習 

実習前後OSCE 40％（客観的に臨床能力を判

定） 

実習記録20％（実習内容を確認、また自己学

修内容を踏まえて総合的に評価） 

施設評価40％（実習指導者評価より判定） 

評価実

習 

実習前後OSCE 40％（客観的に臨床能力を判

定） 

学内の課題発表20％（実習課題の発表、症例

検討会） 

実習施設の評価40％（臨地実務実習指導者に

よる評価） 

総合実

習 

実習前後OSCE 30％（客観的に臨床能力を判

定） 

学内の課題発表30％（実習課題の発表、症例

検討会） 

実習先施設の評定40％（臨地実務実習指導者

による評価） 
 

（128 ページ） 

さらに、総合実習Ⅰ・Ⅱに臨む際には学内

での実技試験として「客観的臨床能力試験：

OSCE」を位置づけて 

 

（126 ページ） 

 さらに、臨地実務実習に臨む際には学内で

の実技試験として「客観的臨床能力試験：

OSCE」を位置づけて、 

（129 ページ） 

履修前に実施する実技試験に合格している

ことを「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」の履修

における前提条件とする。 

 

「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」では、学外実

習の前の評価として「客観的臨床能力試験：

OSCE」を実施し、学内で修得した内容の実践

的かつ応用的な能力の総合的な評価と振り返

り指導による向上を期待する。OSCEに合格し

ていることを「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」の

履修における前提条件とする。 

（127 ページ） 

 「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」

「総合実習Ⅱ」では、学外実習の前の評価とし

て「客観的臨床能力試験：OSCE」を実施し、学

内で修得した内容の実践的かつ応用的な能力

の総合的な評価と振り返り指導による向上を

期待する。履修前に実施する OSCEに合格して

いることを、「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総

合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」の履修における前提

条件とする。 

 

 

（131 ページ～132 ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

（129 ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

 本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬
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症例を通した OSCE を導入する。導入に当たっ

ては効率的・効果的に評価する観点から、導

入科目を理学療法全般に関係する内容（面接、

評価、目標設定、療法計画の作成と実施、再

評価、今後の方針という一連の流れ）を体験

する科目でありより実践的な臨地実務実習で

ある「総合実習Ⅰ・Ⅱ」とし、「総合実習Ⅰ・

Ⅱ」の前後で OSCE を実施することとした。 

 

症例を通した OSCE を導入する。この OSCE は、

イギリスの Harden らにより開発された臨床

能力を客観的に評価するための構造化された

試験で、本邦においても既に医師養成課程に

おける医学教育において広く汎用されてい

る。 

 

 

（141 ページ） 

３）評価実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前

評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について、振り返りを行い、報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

 

 

（削除） 

 

 

 

2年次末までに配置されている必修科目（職業専門科

目）を履修していること。また、事前評価として実施する

実技試験に合格していること。 

OSCEは実施しない。 

 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実技試験、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発

表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の

意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員による

評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

（137 ページ） 

３）評価実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について、振り返りを行い、報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

 

（追加） 

 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全

教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

（142 ページ） 

４）評価実習Ⅱ 

（138 ページ） 

４）評価実習Ⅱ 
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実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前

評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について振り返りを行い、実習報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

 

 

 

（削除） 

 

 

2年次末までに配置されている必修科目（職業専門科

目）を履修していること。また、事前評価として実施する

実技試験に合格していること。 

 

OSCEは実施しない。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実技試験、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発

表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の

意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員による

評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について振り返りを行い、実習報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

 

（追加） 

 

 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全

教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

（144 ページ） 

５）総合実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）

を履修していることを前提に、「事前評価」としてOSCEを

実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行

う。 

実習終了後にOSCEを実施し、実習記録及び実習報告書を

提出させる。実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施

設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題

については、教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に

向け助言・指導を行う。 

（140 ページ） 

５）総合実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

治療学及び治療学実習のすべての科目を修得しているこ

とを前提に、「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試

験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認

を行う。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 
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（削除） 

 

 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を

履修していること及び筆記試験に合格していること。 

また、事前評価として実施するOSCEに合格すること。 

「事前評価」としてOSCEを実施し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実習前後のOSCE、②筆記試験、③症例報告書、④実習

記録、⑤学内症例発表、及び⑥実習評価表の内容に基づく

臨地実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心

とした、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行

う。 
 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

（追加） 

 

また、事前評価として実施するOSCEに合格すること。 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全

教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

 
 

（145 ページ） 

６）総合実習Ⅱ 
 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の

目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理

を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、実習

の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施

に際して必要な手続き等について指導を行う。 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）

を履修していることを前提に、「事前評価」としてOSCEを実

施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

 

実習終了後に、「臨地実務実習後の評価」実習記録及び実

習報告書を提出させる。実習内容の報告会を実施し、異なる

対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士として

の知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった

課題については、教員が学生と面談で振り返りを行い、改善

に向け助言・指導を行う。 

 

 

（削除） 

 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）

を履修していること及び筆記試験に合格していること。 

また、事前評価として実施するOSCEに合格すること。 

 実習前後にOSCEを実施し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実習前後のOSCE、②筆記試験、③症例報告書、④実習記

録、⑤学内症例発表、及び⑥実習評価表の内容に基づく臨地

実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とし

た、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

（141 ページ） 

６）総合実習Ⅱ 
 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の

目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理

を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、実習

の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施

に際して必要な手続き等について指導を行う。 

治療学及び治療学実習のすべての科目を修得していること

を前提に、「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）

を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行

う。 

実習終了後に、「臨地実務実習後の評価」として実習記録

及び実習報告書を提出させる。実習内容の報告会を実施し、

異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士

としての知見や理解を深める。各学生の実習において問題と

なった課題については、教員が学生と面談で振り返りを行

い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門科

目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、修

得見込みであることを条件とする。 

（追加） 

 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格すること。 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④学

内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指

導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員に

よる評価判定会議にて、成績評価を行う。 
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（147 ページ） 

７）地域実習 

実習前の必

要履修科目 

 

 

（削除） 

 

 

 

3年次末までに配置されている必修科目

（職業専門科目）を履修していること。 

 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

（中略） 

 

学科教員は、評価表による成績評価のほ

か、実技試験、筆記試験、OSCE、学生の実習

記録、症例報告書、症例報告会での報告内

容、口頭試問をもとに評価を行う。 

 
 

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 

臨地実務実習施設での実習記録 

学内教員による質疑応答（口頭試験） 

筆記試験 

実技試験 

臨地実務実習前の OSCE 

臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振

り返り） 

臨地実務実習の症例報告発表 

本学到達目標への自己課題評価 

（143 ページ） 

７）地域実習 

実習前の必

要履修科目 

実習前に配置されている必修科目（基礎

科目・職業専門科目）の単位を、全て修得

していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修し

ている科目は、修得見込みであることを条

件とする。 

（追加） 

 

 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

（中略） 

 

 学科教員は、評価表による成績評価のほ

か、OSCE、学生の実習記録、症例報告書、症

例報告会での報告内容、口頭試問をもとに評

価を行う。 

 

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 
臨地実務実習施設での実習記録 
学内教員による質疑応答（口頭試験） 
臨地実務実習前のOSCE 
臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振り

返り） 
臨地実務実習の症例報告発表 
本学到達目標への自己課題評価 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

３．【第一次審査意見５の回答について】 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 

客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後で

行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 

（２）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施内容として、課題ごとのステーション数、工程

表、評価方法等を具体的に説明すること。 

（対応） 

 指摘を受け、（１）で対応した臨地実務実習の各学科の評価の考え方に基づき、ＯＳＣ

Ｅの実施内容を具体的に検討し、以下のように設定した。 

 

 本学部では、客観的臨床試験（ＯＳＣＥ、以下「ＯＳＣＥ」と呼ぶ）の実施を総合実習

前及び総合実習後のみに変更する。 

 ＯＳＣＥの実施方法等は、課題を設定する領域内容を除き、理学療法学科・作業療法学

科ともに共通とした。 

 

【ＯＳＣＥの実施概要（学部共通）】 

1. 実施時期：総合実習の前後 

2. 対象学生数：各学科80名 

3. 実施要領 
 各学科共通に４課題を設定する。 
 1 日 2 課題ずつ、2 日間に分けて実施する。 
 全体を 40 人ずつ２グループに分け、各グループ 2 人一組とし 20 組に編成する。 
 1 課題に要する時間は、試験時間が 5 分、試験後の個別フィードバックを 2 分、移

動を 1 分、合計 8 分とする。 
4. 課題ごとのステーション数 

 同時に 2 組が受験できるよう各課題にそれぞれ 2 つのステーションを設置し、全

体で４ステーションを設置する。 
5. 評価方法 

態度及び技能をそれぞれ 3段階で評価する。 

評価者は課題ごとに採点基準に従って採点する。2名の評価者の採点結果を平均し、各

課題で 60％以上得点することを合格の条件とする。得点が 60％未満の課題があった学生

には、指導を行ったうえで再評価を行う。 

課題ごとの「評価シート（例）」を【資料 ２】 ＯＳＣＥ 評価シート（例）に例示
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した。試験に課す各課題により評価項目の内容・詳細は異なるため、想定課題例での評価

シート（例）として作成したものである。そのため実際の運用時に評価項目の内容に変更

が生じる場合がある。 

 

6. 教員配置 

各ステーションに模擬患者 1 名、評価者 2 名を配置する。模擬患者及び評価者は教員

とする。 

ＯＳＣＥが適切に運用されるよう進行を管理するタイムキーパー1名、学生控室の監督

各 1名、全ステーションの総括者 1名（教員）を配置、必要教職員数は各学科共に合計 16

名である。 

 

図表 ６ 教員配置 
（単位：人） 

 
役割 

理学療法学科 作業療法学科 
人数 合計人数 人数 合計人数 

各ステーション 
模擬患者 1 4 1 4 
評価者 2 8 2 8 

共通 

タイムキーパー 1 1 1 1 
学生控室① 監督 1 1 1 1 
学生控室② 監督 1 1 1 1 
総括者 1 1 1 1 

合計  16  16 
 

7. オリエンテーション 

ＯＳＣＥの実施前にオリエンテーションを実施し、事前に複数の課題を提示し、指導す

る。学生は事前に提示された課題に対する準備を行い、ＯＳＣＥに臨む。 

 

8. 学生の動き方 
 学生は集合時間に学生控室に入室し、ＯＳＣＥの受験方法について説明を受ける。 
 80 名を２グループに分け、2 名を一組とする。一組が 2 つのステーションで同時

に同一課題を受験する。 
 1 つの課題終了後、タイムキーパーの合図に従い次のステーションに移動する。 
 一組の試験終了後、次の組の試験を開始する。 
 試験が終わった学生は、待機中の学生と接触や情報交換ができないよう動線等に

配慮する。 
ＯＳＣＥの実施手順（工程表）及びタイムテーブルを【図表 ７ 実施手順（工程表）】
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【図表 ８ タイムテーブル（例）：1日目】【図表 ９ タイムテーブル（例）：2日目】

に示す。 

 

【ＯＳＣＥの課題（学科別）】 

 

＜理学療法学科＞ 

 理学療法学科では、「検査・測定の評価・介入」「内部障害疾患の評価・介入」「運動

器疾患の評価・介入」「中枢神経疾患の評価・介入」の4課題とする。 

 それぞれの課題に2ステーションを設定する。 

 

 課題 ステーション数 

1日目 
検査・測定の評価・介入 2 
内部障害疾患の評価・介入 2 

2日目 
運動器疾患の評価・介入 2 
中枢神経疾患の評価・介入 2 

 

＜作業療法学科＞ 

 作業療法学科では、「身体障害の評価・介入」「高次脳機能障害の評価・介入」「基本

動作の評価・介入」「ＡＤＬの評価・介入」の4課題とする。 

 それぞれの課題に2ステーションを設定する。 

 

 課題 ステーション数 

1日目 
身体障害の評価・介入 2 
高次脳機能障害の評価・介入 2 

2日目 
基本動作の評価・介入 2 
ＡＤＬの評価・介入 2 
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【実施手順（工程表）】 

 実施手順（工程表）は各学科共通に設定する。 

 

図表 ７ 実施手順（工程表） 

 総括者 
監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

試験 

開始前 

 進行の調

整、体調不良

の学生対応

など緊急事

態への対応。 

 学生の出席

確認、予定時

間に対象学

生を、待機場

所への移動

を促す。 

廊下に学生が

待機していること

を確認する。学生

が待機していない

場合は、総括者に

連絡し、学生を呼

び出す。 

 時間までに学生

控室へ入室。学生

は、監督者の指示

に従い控室から廊

下へ移動。 

開始時間までに担

当するステーションに

入室する。 

 廊下の椅子に着

席し待機。 

 

時間 

(分：秒) 
総括者 

監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

0:00 

～ 

  

タイムテーブル

に示された試験開

始時間に、廊下で

待機している学生

を各ステーション

に入室させる。 

タイムキーパ

ーの合図で入

室し、評価者に

名前を告げる。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

0:30   

学生に対して

「問題を読んでくだ

さい」とアナウンス

をする。 

「問題を読ん

でください」のア

ナウンスで問題

を読み始める。 

 

設定

された

位置に

つく。 

0：30 

～ 

  （試験開始の案内

を行う） 
（実技開始） 

課題の進

行に合わせて

評価シートに

リアルタイム

に記入してい

く。 

患者

役にな

る。 

4:30   
「残り 1 分です」

とアナウンスす

る。 

解答中   

5:30   

「試験を終了し

ます。これよりフィ

ードバックです」と

アナウンスする。 

フィードバック

を受ける。 

フィードバッ

ク開始。 

患者

役終

了。 

7:30   

「終了します、す

みやかに退室して

ください」とアナウ

ンスする。 

途中であって

も終了し、退室

する。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

8:00   

次の課題前の

廊下に移動し、椅

子に着席するよう

に指示する。 

次の課題前

の廊下に移動

し、椅子に着席

する。２課題終

了後、学生控室

に移動する。 
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【タイムテーブル】  

 以下のタイプテーブル（例）では、1学科80名をAグループ40名、Bグループ40名の2グル

ープに分け、それぞれのグループをさらに2名1組で20組とした場合を表示した。Aグルー

プはA1からA20 までの20組、BグループはB１からB20までの20組である。 

例） A1-1：Aグループ 1組目の 1人目、A1-2：Aグループ 1組目の 2人目 

 

図表 ８ タイムテーブル（例）：1日目 

課題 
 
 

時間 

ステーション１ 
理学療法：検査・測定の評価・介入 
作業療法：身体障害の評価・介入 

ステーション２ 
理学療法：内部障害疾患の評価・介入 
作業療法：高次脳機能障害の評価・介入 

１ステーション ２ステーション １ステーション ２ステーション 

12:00 Ａ1-1 Ａ1-2 Ｂ1-1 Ｂ1-2 
12:08 Ｂ1-1 Ｂ1-2 Ａ1-1 Ａ1-2 
12:16 Ａ2-1 Ａ2-2 Ｂ2-1 Ｂ2-2 
12:24 Ｂ2-1 Ｂ2-2 Ａ2-1 Ａ2-2 
12:32 Ａ3-1 A3-2 Ｂ3-1 Ｂ3-2 
12:40 Ｂ3-1 Ｂ3-2 Ａ3-1 A3-2 
12:48 Ａ4-1 Ａ4-2 B4-1 B4-2 
12:56 B4-1 B4-2 Ａ4-1 Ａ4-2 
13:04 Ａ5-1 Ａ5-2 B5-1 B5-2 
13:12 B5-1 B5-2 Ａ5-1 Ａ5-2 
13:20 Ａ6-1 Ａ6-2 B6-1 B6-2 
13:28 B6-1 B6-2 Ａ6-1 Ａ6-2 
13:36 休憩（10 分間） 
13:46 Ａ7-1 Ａ7-2 B7-1 B7-2 
13:54 B7-1 B7-2 Ａ7-1 Ａ7-2 
14:02 A8-1 A8-2 B8-1 B8-2 
14:10 B8-1 B8-2 A8-1 A8-2 
14:18 A9-1 A9-2 B9-1 B9-2 
14:26 B9-1 B9-2 A9-1 A9-2 
14:34 A10-1 A10-1 B10-1 B10-2 
14:42 B10-1 B10-2 A10-1 A10-1 
14:50 A11-1 A11-2 B11-1 B11-2 
14:58 B11-1 B11-2 A11-1 A11-2 
15:06 A12-1 A12-2 B12-1 B12-2 
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15:14 B12-1 B12-2 A12-1 A12-2 
15:22 A13-1 A13-2 B13-1 B13-2 
15:30 B13-1 B13-2 A13-1 A13-2 
15:38 休憩（10 分間） 
15:48 A14-1 A14-2 B14-1 B14-2 
15:56 B14-1 B14-2 A14-1 A14-2 
16:04 A15-1 A15-2 B15-1 B15-2 
16:12 B15-1 B15-2 A15-1 A15-2 
16:20 A16-1 A16-2 B16-1 B16-2 
16:28 B16-1 B16-2 A16-1 A16-2 
16:36 A17-1 A17-2 B17-1 B17-2 
16:44 B17-1 B17-2 A17-1 A17-2 
16:52 A18-1 A18-2 B18-1 B18-2 
17:00 B18-1 B18-2 A18-1 A18-2 
17:08 A19-1 A19-2 B19-1 B19-2 
17:16 B19-1 B19-2 A19-1 A19-2 
17:24 A20-1 A20-2 B20-1 B20-2 
17:32 B20-1 B20-2 A20-1 A20-2 

 

図表 ９ タイムテーブル（例）：2日目 

課題 
 
 

時間 

ステーション１ 
理学療法：運動器疾患の評価・介入 
作業療法：基本動作の評価・介入     

ステーション２ 
理学療法：中枢神経疾患の評価・介入 

作業療法：ＡＤＬの評価・介入     
１ステーション ２ステーション １ステーション ２ステーション 

12:00 A20-1 A20-2 B20-1 B20-2 

12:08 B20-1 B20-2 A20-1 A20-2 

12:16 A19-1 A19-2 B19-1 B19-2 

12:24 B19-1 B19-2 A19-1 A19-2 

12:32 A18-1 A18-2 B18-1 B18-2 

12:40 B18-1 B18-2 A18-1 A18-2 

12:48 A17-1 A17-2 B17-1 B17-2 

12:56 B17-1 B17-2 A17-1 A17-2 

13:04 A16-1 A16-2 B16-1 B16-2 

13:12 B16-1 B16-2 A16-1 A16-2 
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13:20 A15-1 A15-2 B15-1 B15-2 

13:28 B15-1 B15-2 A15-1 A15-2 

13:36 休憩（10 分間） 

13:46 A14-1 A14-2 B14-1 B14-2 

13:54 B14-1 B14-2 A14-1 A14-2 

14:02 A13-1 A13-2 B13-1 B13-2 

14:10 B13-1 B13-2 A13-1 A13-2 

14:18 A12-1 A12-2 B12-1 B12-2 

14:26 B12-1 B12-2 A12-1 A12-2 

14:34 A11-1 A11-2 B11-1 B11-2 

14:42 B11-1 B11-2 A11-1 A11-2 

14:50 A10-1 A10-2 B10-1 B10-2 

14:58 B10-1 B10-2 A10-1 A10-2 

15:06 A9-1 A9-2 B9-1 B9-2 

15:14 B9-1 B9-2 A9-1 A9-2 

15:22 A8-1 A8-2 B8-1 B8-2 

15:30 B8-1 B8-2 A8-1 A8-2 

15:38 休憩（10 分間） 

15:48 A7-1 A7-2 B7-1 B7-2 

15:56 B7-1 B7-2 A7-1 A7-2 

16:04 A6-1 A6-2 B6-1 B6-2 

16:12 B6-1 B6-2 A6-1 A6-2 

16:20 A5-1 A5-2 B5-1 B5-2 

16:28 B5-1 B5-2 A5-1 A5-2 

16:36 A4-1 A4-2 B4-1 B4-2 

16:44 B4-1 B4-2 A4-1 A4-2 

16:52 A3-1 A3-2 B3-1 B3-2 

17:00 B3-1 B3-2 A3-1 A3-2 

17:08 A2-1 A2-2 B2-1 B2-2 

17:16 B2-1 B2-2 A2-1 A2-2 

17:24 A1-1 A1-2 B1-1 B1-2 

17:32 B1-1 B1-2 A1-1 A1-2 
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【資料 ２】 ＯＳＣＥ 評価シート（例） 

 

ＯＳＣＥ 評価シート（例） 

 

【理学療法学科】 

 

１．実習前の評価シート（例） 

 

(1) 検査・測定の評価・介入 

 

●課題（例） 

形態計測（前腕周径） 

 

●設問 

患者情報：軽度の浮腫がある患者です。 

この患者の両側の最大および最小前腕周径を橈骨茎状突起から測定点までの距離も含めて測

定し、同一測定点で対側と比較してください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭
な挨拶・自己紹介を行
い、患者の氏名を確認
できる。 

適切な身なり（メモ用
紙、筆記用具）、明瞭な
挨拶・自己紹介、患者
の氏名を確認すること
ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上でき
ない。 

2 

前腕周径の測定を行
う旨を患者に伝えること
ができ、患者の了承を
得ることができる。 

主旨を正確に伝える
ことができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を伝え
る、了承の確認
のどちらか一方
のみできる。 

どちらもできな
い。 

3 
課題全般を通して、

患者に対し適切な言
動・態度がとれる。 

適切である。 
不十分であ

る。 

適切でない（患
者の着衣を脱が
せる際や器具の
扱い方が乱暴で
ある、患者の目の
前を横切るなど）。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

【資料２】 
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1 
前腕周径の測定部位

と意義を簡潔に説明でき
る。 

測定部位と意義を
簡潔に説明できる（患
者にわかりやすい用
語を使用する）。 

測定部位と意義
を説明できるが、不
十分。 

測定部位と
意義を説明し
ない。 

2 
メジャーを正しく選択

できる。 

正しく選択できる
（患者に道具の準備
について説明する）。 

正しくないものを
選択したが、途中で
間違いに気づく。 

正しく選択で
きない。 

3 
患者を測定肢位にでき

る。 

測定肢位にできる
（患者にわかりやすい
用語を使用する）。 

測定肢位にした
が、不十分である
（左右対称が不十
分など）。 

測定肢位が
明らかに間違
っている。 

4 
測定部位を露出させ

る。 
測定部位を露出さ

せる。 

測定部位の露出
が不十分である（説
明がない場合も含
む）。 

測定部位を
露出させない。 

5 
視診、触診で左右の

比較をすることができる。 
左右の比較をする

ことができる。 
左右の比較をし

たが、十分でない。 
比較しない。 

6 
非障害側から測定する

ことができる。 
非障害側から測定

することができる。 

障害側のみを測
定する、あるいは障
害側から測定する。 

非障害側の
みを測定する。 

7 
周径部を探すことがで

きる。 

周径部位を数回測
定し、周径部を正しく
探すことができる。 

目測のみで周径
部を探している。 

測定部位が
間違っている。 

8 
メジャーを正しく当てる

ことができる。 

 前腕長軸に対し
直角に当て、適切に
巻いている。 

適切に巻いてい
るが、前腕長軸に対
し直角に当てていな
い。 
ややメジャーがゆ

るんでいる、もしくは
強く締めすぎてい
る。 

 明らかにメ
ジャーがゆるん
でいる、もしく
は強く締めす
ぎている。 
メジャーが捻れ
ている。 

9 
正しい目線で目盛りを

読むことができる。 

目盛りに対して垂
直な位置で読んでい
る。 

目盛りに対して垂
直から少しずれた位
置で読んでいる。 

目盛りに対し
て垂直から大
きくずれた位置
で読んでいる。 

10 
測定値を記録すること

ができる。 

測定値（小数点以
下第一位まで）を記録
できる。 

測定値を記録し
たが、不十分である
（左右、測定部位の
記載がない、小数
点以下の記載がな
い）。 

測定値を記
録しない。 

11 
測定箇所にスキンマー

カーで印をつけることが
できる。 

正確にできる（ペン
の使用に関する説明
を行う、測定後に印を
消す）。 

おおむね正確に
できる。 

部位が間違
っている。 

12 
骨指標点（橈骨茎状突

起）を正確に触診できる。 
正確に触診できる。 

おおむね正確に
触診できる。 

触診部位が
間違っている。 

13 
骨指標点（橈骨茎状突

起）からの距離を測定す
ることができる。 

正確に測定できる。 
おおむね正確に

測定できる。 
測定部位が

間違っている。 

14 
測定結果を患者に伝

えることができる。 

測定結果を患者に
正確に伝えることがで
きる。 

測定結果を患者
に伝えるが不十分
である。 

測定結果を
伝えずに終了
してしまう。 
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(2) 内部障害疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

バイタルサイン測定（血圧測定） 

 

●設問 

患者情報：不整脈を合併し、脈拍の欠滞があります。聴診法と触診法で血圧測定を行って下さ

い。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認できる。 

適切な身なり（メモ
用紙、筆記用具）、明
瞭な挨拶・自己紹介、
患者の氏名を確認す
ることができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
血圧測定を行う旨を患者に

伝えることができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、患者の
了承を得ることができ
る。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者に

対し適切な言動・態度がとれ
る 

適切である。 
不十分であ

る。 

適切でない
（患者の着衣を
脱がせる際や
器具の扱い方
が乱暴である、
患者の目の前
を横切るな
ど）。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
血圧計を測定できるよう適

切にセットする。 
適切である。 不十分である。 

セットできな
い。 

2 
上腕と心臓の位置を確認す

る。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

3 
肘が伸展位を取っているこ

とを確認する。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

4 上腕動脈を確認する。 適切である。 不十分である。 確認できない。 

5 
マンシェットのゴム中央部が

上腕動脈中心部に位置するよ
うに巻く。 

適切である。 不十分である。 
セットできな

い。 
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6 
マンシェットを適切な向きに

巻く。 
適切である。 不十分である。 

セットできな
い。 

7 
マンシェットの下端と肘窩の

間隔が 2cm 以上である。 
適切である。 不十分である。 

セットできな
い。 

8 
マンシェットと上腕の間に指

が 1、2 本入るきつさでマンシ
ェットを巻く。 

適切である。 不十分である。 
セットできな

い。 

9 
橈骨動脈を触診できること

を確認する。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

10 
脈が触れ始めた血圧を収

縮期血圧として報告する。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

11 
聴診器のチェストピースを

上腕動脈の上に置く（マンシェ
ットに挟まれていない）。 

適切である。 不十分である。 
セットできな

い。 

12 
コルトコフ音が聞こえた血圧

を収縮期血圧とする。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

13 
コルトコフ音が聞こえなくな

った血圧を拡張期血圧とす
る。 

適切である。 不十分である。 確認できない。 

14 
血圧値を正確に報告し、報

告した血圧値の誤差が
10mmHg 以内である。 

適切である。 不十分である。 確認できない。 
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(3) 運動器疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

関節可動域測定（両側股関節屈曲角度） 

 

●設問 

患者情報：左変形性股関節症の患者です。両側股関節屈曲角度の測定を行ってください。制

限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な

挨拶・自己紹介を行い、患
者の氏名を確認できる。 

適切な身なり、挨拶・
自己紹介、患者確認が
できる。                       

左記のうち１
項目ができな
い。                                      

２項目以上
できない。 

2 
検査を行う旨を患者に

伝えることができ、患者の
了承を得ることができる。 

主旨を正確に伝えるこ
とができ、了承を確認で
きる。                      

どちらか一
方のみできる。                                       

両方できな
い。 

3 
課題全般を通して、患者

に対し適切な言動・態度が
とれる。 

適切である。                                                 
不十分であ

る。                                                 
適切でな

い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
測定する運動を簡潔に

説明できる。 
簡潔に専門用語を使

用せず説明できる。                               

専門用語を
使用して説明
する。                                     

説明できな
いしない。 

2 
測定できる適切な肢位

にすることができる。 

臥位にし裾をまくり、
０°もしくは最大伸展位
にすることができ、測定し
やすい肢位をとれる（タオ
ルをひざ下に入れる）。                                         

どちらかがで
きない。                                             

どちらもでき
ない。 

3 

非障害測の股関節屈曲
運動を行わせ、痛みの確
認、可動範囲、代償運動
の確認ができる。 

自動および他動運動
を行い、痛み、可動範
囲、代償運動の確認がで
きる。                                     

自動および
他動運動は行
うが、痛み、可
動範囲、代償
運動の確認が
できない。                                         

自動、他動
のどちらかを行
わない、両方と
もおこなわな
い。 

4 

障害測の股関節屈曲を
自動的に行わせ、痛み、可
動域、代償運動の確認が
できる。 

自動運動を行い痛み、
可動域、代償運動の確
認ができる。                                    

自動運動の
みを行う。                                           

どちらも行わ
ない。 

5 
障害側の運動を他動的

に行い、痛みを確認するこ
とができる。 

他動運動を行い、痛み
を確認することができる。                           

他動運動は
行うが痛みの

どちらもでき
ない。 
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確認が不十
分。                               

6 
非障害側の股関節屈曲

を抑制することができる。 

非障害側の股関節屈
曲を抑制することができ
る。                                     

抑制が不十
分である。                                           

代償運動を
抑制しない。 

7 
股関節の外転、内転、

外旋、内旋を抑制して測定
できる。 

股関節の外転、内転、
外旋、内旋を抑制して測
定できる。                                  

抑制が不十
分である。                                            

抑制しない。 

8 

最終可動域を確認し、
およその最終可動域の角
度に角度計を開いておくこ
とができる。 

最終可動域を確認し、
最終可動域の角度に角
度計を開いておくことが
できる。                      

最終可動域
の確認、最終
可動域の角度
に角度計を開
いておくことの
いずれか 1 つ
欠ける。                           

どちらもでき
ない。 

9 
基本軸、移動軸に角度

計を合わせることができる。 
両軸とも合わせること

ができる。                                       
どちらか一

方ずれている。                                        
どちらもずれ

ている。  

10 
基本軸、移動軸を採点

者に説明することができ
る。 

基本軸、移動軸を正し
く説明できる。                                  

どちらか一
方しか説明で
きない。                                      

どちらも正し
く説明できな
い。 

11 
最終可動域での角度計

の目盛りを正しく読むこと
ができる。 

最終可動域で 5°刻
みで正しく目盛りを読む
ことができる。                          

どちらか一
方しかできな
い。                                        

どちらもでき
ない。 

12 
患者の測定下肢を安全

に戻すことができる。 
患者の下肢を安全に

戻すことができる。                               
下肢の扱い

が雑である。                                         
戻すことを怠

る。 

13 
測定結果を患者に伝え

ることができる。 

測定値を患者に伝え、
値の意味について説明
できる。                        

測定値のみ
伝える。                                            

何も伝えな
い。 
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(4) 中枢神経疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

深部腱反射・病的反射 （上腕二頭筋腱反射・バビンスキー反射） 

 

●設問 

患者情報：左片麻痺を呈する患者です。上腕二頭筋腱反射とバビンスキー反射を行って下さ

い。制限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認できる。 

適切な身なり、挨
拶・自己紹介、患者確
認ができる。                        

左記のうち１
項目ができな
い。                                      

２項目以上
できない。 

2 
検査を行う旨を患者に伝え

ることができ、患者の了承を得
ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、了承を
確認できる。                        

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

3 
課題全般を通して、患者に

対し適切な言動・態度がとれ
る。 

適切である。                                                 
不十分であ

る。                                                 
適切でな

い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
腱反射を簡潔に説明でき

る。 
説明できる。 

不十分であ
る。 

説明できな
い。 

2 
患者をリラックスさせ、検査

部位に触れて確認する。 
説明と確認ができ

る。 
どちらか一

方のみできる。                                        
両方できな

い。 

3 
検査部位の皮膚に異常が

ないか視診で確認できる。 
確認できる。 

不十分であ
る。 

確認できな
い。 

4 
腱反射検査ができる適切な

肢位を取ることができる。 
検査肢位を取ること

ができる。 
不十分であ

る。 

検査肢位を
取ることができ
ない。 

5 
腱を触診し、位置を確認で

きる。 
説明と確認ができ

る。 
どちらか一

方のみできる。                                        
両方できな

い。 

6 
打鍵器を正確に持ち、振り

子運動を利用して刺激するこ
とができる。 

持ち方、振り方とも
適切である。 

どちらか一
方のみ適切で
ある。                                        

両方できな
い。 

7 
腱反射検査を適切な部位

に刺激を加えることができる。 
できる。 

部位、位置
のどちらかが不
適切である。 

どちらもでき
ない。 

8 
腱反射の強弱を２～３回の

施行で確認できる。 
2～３回の施行で確

認できる。 
４回以上で

確認できる。 
判定できな

い。 

9 病的反射を説明できる。 説明できる。 
不十分であ

る。 
説明できな

い。 
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10 
病的反射検査ができる適切

な肢位を取ることができる。 
検査肢位を取ること

ができる。 
不十分であ

る。 

検査肢位を
取ることができ
ない。 

11 
病的反射検査を適切な部

位に刺激を加えることができ
る。 

できる。 
部位、位置

のどちらかが不
適切である。 

どちらもでき
ない 

12 
腱反射・病的反射検査を非

麻痺側⇒麻痺側の順で検査
する。 

腱反射・病的反射
検査を非麻痺側⇒麻
痺側の順で検査でき
る。 

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

13 
腱反射・病的反射検査から

左右差を判定できる。 

腱反射・病的反射
検査とも左右差を判
定できる。 

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

14 
患者を安静肢位に戻すこと

ができる。 

検査終了を告げて
安静肢位に戻すこと
ができる。 

不十分であ
る。 

安静肢位に
戻すことができ
ない。 

15 
検査結果を患者に伝えるこ

とができる。 
検査結果を患者に

伝えることができる。 
不十分であ

る。 
伝えられな

い。 
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２．実習後の評価シート（例） 

 

(1) 検査・測定の評価・介入 

 

●課題（例） 

徒手筋力測定（両側股関節外転運動） 

 

●設問 

患者情報：筋力は左右差が有る（左>右）両側変形性股関節症の患者です。 両側股関節外転運

動の MMT を行ってください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭な挨
拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認することができ
る。 

適切な身なり（メモ用
紙、筆記用具）、明瞭な
挨拶・自己紹介、患者
の氏名を確認すること
ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
MMT（下肢）を行う旨を患

者に伝えることができ、患者
の了承を得ることができる。 

主旨を正確に伝える
ことができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者

に対して適切な言動ができ
る。 

適切である。 
不十分であ

る。 
適切でな

い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者を背臥位にすること

ができる。 

患者の姿勢・動作
を観察して、背臥位
にすることができる。 

患者の姿勢・動
作の確認を怠る。あ
るいは患者をすぐに
側臥位にする。 

患者に背臥
位以外の姿勢
をとらせる。 

2 
測定前に下肢の自動的

な動きと痛みを確認するこ
とができる。 

下肢の動きと痛み
を確認することがで
きる。 

片側のみ確認す
ることができる。 

両側とも確
認できない。 

3 
他動的な関節可動域の

測定ができる。 

痛みに考慮して
関節可動域測定を
正確に実施すること
ができる。 

痛みに考慮でき
ないが、関節可動
域を正確に実施す
ることができる。 
痛みに考慮できる
が、関節可動域測
定は不十分である。 

関節可動域
測定を怠る。 
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4 
患者を測定肢位にする

ことができる。 

患者を適切な測
定肢位にすることが
できる。 

患者を適切な測
定肢位にすることが
できるが、固定が不
十分である。 

誤った測定
肢位をとらせ
る。 

5 
股関節外転運動を簡潔

に説明できる。 

患者にわかるよう
に専門用語を使用
せず説明できる。 

専門用語を使用
して説明する。 

説明できな
い。 

6 
重症側（右側）下の側臥

位になった際に痛みの確
認ができる。 

確認できる。 不十分である。 
確認できな

い。 

7 
代償運動が生じないよう

に骨盤を固定することがで
きる。 

固定できる。 
固定できるが、わ

ずかに代償運動が
生じている。 

固 定 で き
ず、代償運動
が生じている。 

8 
段階 3（Fair）のテストを

実施することができる。 

骨盤を固定し安
定させることができ、
代償運動に注意し
ながら実施できる。 

骨盤を固定し安
定させることができ
ない、代償運動が
認められる。 

テストを実施
できない。 

9 
股関節外転運動時に生

じやすい代償運動が生じ
ないように指示できる。 

指示できる。 
指示が不十分で

ある。 
指示できな

い。 

10 
最大筋力を発揮させる

ために適切な声かけがで
きる。 

適切な声かけを
実施することができ
る。 

声かけはできる
が、最大筋力を発
揮できる適切な声か
けではない。 

声かけがで
きない、声かけ
をしない。 

11 
段階を特定する適切な

抵抗をかけることができる。 

適切に抵抗をか
け、段階を特定する
ことができる。 

抵抗をかけること
ができるが、段階の
特定が不十分であ
る。 

抵抗をかけ
ることができな
い。 

12 
軽症側、重症側の順に

測定ができる。 

軽症側、重症側
の順に測定ができ
る。 

順番が誤ってい
る、一側しか測定で
きない。 

測定できな
い。 

13 
左右の筋力の比較がで

きる。 
左右の筋力の比

較ができる。 

左右の筋力の比
較において一方が
誤っている。 

左右の筋力
の比較をしな
い。 

14 
測定結果を患者に伝え

ることができる。 

測定結果を患者
に伝え、測定値のも
つ意味について説
明できる。 

測定値のみ伝え
る。 

測定結果を
伝えることがで
きない。 
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(2) 内部障害疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

呼吸理学療法（口すぼめ呼吸と起立時の呼吸練習） 

 

●設問 

患者情報：COPD の患者です。座位にて口すぼめ呼吸と起立時の呼吸法を指導して下さい。制

限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認することができる。 

適切な身なり（メモ
用紙、筆記用具）、明
瞭な挨拶・自己紹介、
患者の氏名を確認す
ることができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
呼吸練習を行う旨を患者に

伝えることができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、患者の
了承を得ることができ
る。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者に

対して適切な言動ができる。 
適切である。 

不十分であ
る。 

適切でない 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
座位で安楽姿勢を取る

ことができる。 

安楽姿勢を取ることが
でき、服装による腹部圧
迫を確認できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

2 
口すぼめ呼吸の練習が

できる。 

鼻から吸気を行い、口
を窄ませながら呼気を行
うことができる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
口すぼめ呼吸時の努力

性呼吸の程度を確認し、指
導することができる。 

吸気と呼気の努力性
呼吸を確認し、指導がで
きる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

4 
口すぼめ呼吸において

呼気の延長を実施できる。 

呼気をゆっくり呼出さ
せ呼気延長することがで
きる。 

不十分であ
る。 

呼気を延長
することができ
ない。 

5 
起立動作前に呼吸法を

説明することができる。 

口すぼめ呼吸を用い
ながら起立前と起立後の
呼吸を説明することがで
きる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 



40 

 

6 
起立動作に合わせて呼

吸の指導ができる。 

起立前の吸気と起立
後の呼気について説明
できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

7 
起立動作時の努力性呼

吸の程度と口すぼめ呼吸
を確認できる。 

努力性呼吸の程度と
口すぼめ呼吸を確認でき
る。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

8 
座位姿勢になり安楽姿

勢へ戻し呼吸練習の振り
返りと説明ができる。 

座位姿勢になり安楽姿
勢へ戻し呼吸練習の振り
返りと説明ができる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

9 
呼吸練習全体を通して

呼吸困難感を確認できる。 

安楽肢位、口すぼめ
呼吸、立位時の呼吸練
習時に呼吸困難感を確
認できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

10 
呼吸練習全体を通して

経皮的酸素飽和度を確認
できる。 

安楽肢位、口すぼめ
呼吸、立位時の呼吸練
習時に経皮的酸素飽和
度を確認できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

11 安全面に配慮できる。 
常に患者の安全を確

保できる態勢にある。 

施行全体の
半分未満で安
全への配慮が
欠けている。 

施行全体の
半分以上で安
全への配慮が
欠けている。 

12 
患者へ呼吸練習につい

てフィードバックできる。 
内容、タイミング、量が

適切である。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 
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(3) 運動器疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

筋力増強運動（股関節外転筋） 

 

●設問 

患者情報：廃用症候群にて、股関節筋力低下した患者です。股関節外転筋力増強運動を 10

回行って下さい。制限時間は 5 分とします。     

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭な
挨拶・自己紹介を行い、患
者の氏名を確認することが
できる。 

適切な身なり（メモ用
紙、筆記用具）、明瞭な
挨拶・自己紹介、患者の
氏名を確認することがで
きる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 

股関節外転筋力増強運
動を行う旨を患者に伝える
ことができ、患者の了承を
得ることができる。 

主旨を正確に伝えるこ
とができ、患者の了承を
得ることができる。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者

に対して適切な言動ができ
る。 

適切である。 
不十分であ

る。 
適 切 で な

い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な姿勢と取ることが

できる。 

下方の下肢を屈曲
させ、上方の膝関節
の下に下方の下肢の
内果が位置する。 

側臥位を取らせ
るが上方の膝関節
の下に下方の下
肢の内果が位置し
ない。 

側臥位をとら
せない。 

2 
患者の後方に位置し、

骨盤を固定することができ
る。 

患者の後方に位置
し、骨盤を固定するこ
とができる。 

後方に位置する
が、固定が不十
分。 

後方に位置
することができ
ない。 

3 
運動実施前に他動的に

関節可動域を確認すること
ができる。 

全可動域を動かし
て確認できる。 

動かすが、全可
動域ではなく不十
分。 

確認できな
い。 

4 代償動作を抑制できる。 
運動前に代償動作

を伝え、運動中も代償
動作を抑制できる。 

運動前に代償
動作を伝えない
が、運動中は代償
動作を抑制でき
る。 

運動中に代
償動作を抑制
できない。 
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5 
介助する方向が適切で

ある。 
10 回中９回以上適

切。 
10 回中８回適

切。 

10 回中適切
な回数が７回
以下。 

6 
介助量を適切に調整で

きる。 

運動ごとに調整し、
常に最小限の介助が
できる。 

運動ごとに調整
できるが介助量は
不適切。 

運動ごとに
調整できない。 

7 
下肢を内転方向へ戻す

際にゆっくり行うことができ
る。 

10 回中９回以上適
切。 

10 回中８回適
切。 

10 回中適切
な回数が７回
以下。 

8 
最大筋力が発揮できる

ように適切に声掛けができ
る。 

常に最大筋力が発
揮できるように適切に
声掛けができる。 

最大筋力が発
揮できるように適
切に声掛けするが
不十分。 

声掛けしな
い。 

9 
運動後、安定した姿勢を

取ることができる。 

運動後、安定した
姿勢を取ることができ
る。 

運動後、安定し
た姿勢を取るが不
十分。 

運動後、安
定した姿勢を
取れない。 

10 疼痛の確認ができる。 
他動 、自動運動

時、運動終了時に疼
痛の確認ができる。 

他動、自動運動
時、運動終了時の
タイミングの１つで
疼痛の確認ができ
ない。 

他動、自動
運動時、運動
終了時のタイミ
ングの２つで疼
痛の確認がで
きない。 

11 安全面に配慮できる。 
常に患者の安全を

確保できる態勢にあ
る。 

施行全体の半
分未満で安全へ
の配慮が欠けてい
る。 

施行全体の
半分以上で安
全への配慮が
欠けている。 

12 
患者へ筋力増強練習に

ついてフィードバックでき
る。 

内容、タイミング、
量が適切である。 

左記のうち１項
目実施できる。 

どちらもでき
ない。 
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(4) 中枢神経疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

起居動作練習（起き上がり） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞左片麻痺で、起き上がり動作が不安定な患者です。適切な起き上がり動作を

指導して下さい。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認することができる。 

適切な身なり（メモ
用紙、筆記用具）、明
瞭な挨拶・自己紹介、
患者の氏名を確認す
ることができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
起き上がり練習を行う旨を

患者に伝えることができ、患者
の了承を得ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、患者の
了承を得ることができ
る。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者に

対して適切な言動ができる。 
適切である。 

不十分であ
る。 

適 切 で な
い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
身体からベッド端までの

距離とベッドの高さを調整
することができる。 

身体からベッド端まで
の距離とベッドの高さを
共に調整することができ
る。 

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 

2 
頭部拳上運動を適切に

補助できる。 
頭部拳上運動を適切

に補助できる。 
どちらか一

方のみできる。 
どちらもでき

ない。 

3 
麻痺側上肢を管理し、

適切に誘導・補助できる 
適切に誘導・補助でき

る 
不十分であ

る 
誘導 ・補助

できない 

4 
非麻痺側股関節外旋・

外転運動を適切に補助で
きる。 

適切に誘導・補助でき
る。 

不十分であ
る。 

誘導 ・補助
できない。 

5 
背臥位から非麻痺側肘

関節への頭部移動までの
動作を適切に補助できる。 

適切に誘導・補助でき
る。 

不十分であ
る。 

誘導 ・補助
できない。 

6 
非麻痺側肘関節への頭

部移動から端座位までの
動作を適切に補助できる。 

適切に誘導・補助でき
る。 

不十分であ
る。 

誘導 ・補助
できない。 
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7 座位姿勢を確保できる。 
安定した座位姿勢を

確保できる。 
座位姿勢が

不十分。 
座位姿勢が

不安定。 

8 安全面に配慮できる。 
常に患者の安全を確

保できる態勢にある。 

施行全体の
半分未満で安
全への配慮が
欠けている。 

施行全体の
半分以上で安
全への配慮が
欠けている。 

9 
患者へ起き上がり練習

についてフィードバックでき
る。 

内容、タイミング、量が
適切である。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 
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【作業療法学科】 

１．実習前の評価シート（例） 

 

(1) 身体障害の評価・介入 

 

●課題（例） 

関節可動域測定（上肢：肩関節外転） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者です。肩関節可動域を座位にて測定します。測定す

る前に基本軸・移動軸・参考可動域を口頭で採点者に説明してください。他動的な関節運動

時の確認事項は運動時の姿勢、可動域、疼痛、代償運動のみとします。制限時間は 5 分とし

ます。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨拶

（開始時・終了時）・自己紹介
ができる。 

適切な身なり、明瞭な
挨拶（開始時・終了時）・
自己紹介ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上で
きない。 

2 
２つの識別子で患者の確認

ができる。 
２つの識別子で患者

の確認ができる。 

1 つの識別子
で確認ができ
る。 

確認ができな
い。 

3 
関節可動域測定（肩関節外

転）を行う旨を患者に伝え、了
承を得ることができる。 

関節可動域測定（肩
関節外転）を行う旨を患
者に伝え、了承を得るこ
とができる。 

どちらか一方
のみできる。 

どちらもでき
ない。 

4 

課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題全般を通して、患
者の様子や状況に応じ
た丁寧な声掛け、触れ
方、動かし方ができる。 

左記3項目の
うち 1 項目がで
きない。 

2 項目以上で
きない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

肩関節外転運動の基本
軸・移動軸・参考可動域を
採点者に正確に説明でき
る。 

肩関節外転運動の基
本軸・移動軸・参考可動
域をすべて正確に説明
できる。 

左記のうち 1
項目が正確に
説明できない。 

2 項目以上
正確に説明で
きない。 

2 
患者を足底全面接地、

骨盤直立位の座位姿勢に

患者を足底全面接地、
骨盤直立位の座位姿勢
にして、麻痺側肩周囲を

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 
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して、麻痺側肩周囲をリラ
ックスさせることができる。 

リラックスさせることができ
る。 

3 

角度計を用いることを伝
え、肩関節外転運動につ
いてデモンストレーションを
交えてわかりやすく説明で
きる。 

角度計を用いることを
伝え、肩関節外転運動に
ついてデモンストレーショ
ンを交えてわかりやすく
説明できる。 

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 

4 

非障害側の自動運動で
の姿勢、可動域、疼痛、代
償運動を確認し、代償運
動が生じた場合は正しい
運動方向に修正できる。 

非障害側の自動運動
での姿勢、可動域、疼
痛、代償運動を確認し、
代償運動が生じた場合
は正しい運動方向に修
正できる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

5 

非障害側の他動運動で
の姿勢、可動域、疼痛、代
償運動を確認し、代償運
動が生じた場合は正しい
運動方向に修正できる。 

非障害側の他動運動
での姿勢、可動域、疼
痛、代償運動を確認し、
代償運動が生じた場合
は正しい運動方向に修
正できる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

6 

非障害側の肩甲骨の上
方回旋を補助し、もう一方
の手で上肢を把持しなが
ら、ゆっくりと肩関節外転運
動を他動的に行うことがで
きる。 

非障害側の肩甲骨の
上方回旋を補助し、もう
一方の手で上肢を把持し
ながら、ゆっくりと動かす
ことができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

7 

障害側の自動運動での
姿勢、可動域、疼痛、代償
運動を確認し、代償運動が
生じた場合は正しい運動
方向に修正できる。 

障害側の自動運動で
姿勢、可動域、疼痛、代
償運動を確認し、代償運
動が生じた場合は正しい
運動方向に修正できる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

8 
障害側の肩関節の状態

（亜脱臼、疼痛）を問診と触
診ができる。 

障害側の肩関節の状
態（亜脱臼、疼痛）を問診
と触診ができる。 

亜脱臼を触
診するが不十
分。 

亜脱臼を触
診しない。 

9 

障害側の他動運動での
姿勢、可動域、疼痛の有
無、代償運動の確認と運
動方向の修正、角度計の
準備ができる。 

障害側の他動運動で
の姿勢、可動域、疼痛の
有無、代償運動の確認と
運動方向の修正、角度
計の準備ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

10 

障害側の他動運動で肩
甲骨の上方回旋を補助し、
上肢を把持しながら、ゆっ
くりと動かすことができる。 

障害側の他動運動で
肩甲骨の上方回旋を補
助し、上肢を把持しなが
ら、ゆっくりと動かすこと
ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

11 

障害側の他動的な肩関
節外転運動の最終可動域
で、基本軸・移動軸に角度
計を合わせることができる。 

最終可動域の位置
で、基本軸・移動軸に角
度計を合わせることがで
きる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

12 

角度計を押し付けずに
当て、適切な位置から目盛
りを読み、測定後ゆっくりと
上肢を下すことができる。 

角度計を押し付けずに
当て、適切な位置から目
盛りを読み、測定後ゆっ
くりと上肢を下すことがで
きる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 
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13 
左右の可動域を比較し、

両側とも５°刻みで実測値
を伝えることができる。 

両側とも５°刻みで実
測値を伝えることができ
る。 

一 側 の み
５°刻みで実
測値を伝えるこ
とができる。 

両側とも５°
刻みで実測値
を伝えることが
できない。 

(2) 高次脳機能障害の評価・介入  

      

●課題（例） 

 面接所見および線分抹消試験による高次脳機能障害の評価（左半側空間無視、病態失認） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者です。患者に対し初回面接と線分抹消試験を実施してく

ださい。面接時の会話・様子と検査結果から病態失認、日時の見当識障害、注意障害、半側空間

無視、記憶障害、失行について評価し、採点者に報告してください。制限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨拶

（開始時・終了時）・自己紹介
ができる。 

適切な身なり、
明瞭な挨拶（開始
時・終了時）・自己
紹介ができる。 

左記のうち 1 項
目ができない。 

2 項目以上でき
ない。 

2 
２つの識別子で患者の確認

ができる。 

２つの識別子で
患者の確認ができ
る。 

1 つの識別子で
確認ができる。 

確 認 が で き な
い。 

3 
面接と線分抹消試験を行う

旨を患者に伝え、了承を得る
ことができる。 

面接と線分抹消
試験を行う旨を患
者に伝え、了承を
得ることができる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもできな
い。 

4 

課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題全般を通し
て、患者の様子や
状況に応じた丁寧
な声 掛け 、触れ
方、動かし方がで
きる。 

左記 3 項目のう
ち 1 項目ができな
い。 

2 項目以上でき
ない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者と適切な位置を取るこ

とができる。 
90°位の位置を

取ることができる。 

患者との位置関
係を考慮するが、
適切ではない。 

患者との位置関
係を考慮できな
い。 

2 
座位姿勢（頭部・体幹・上下

肢の位置）を確認し、姿勢を
修正できる。 

座 位 姿 勢 （ 頭
部・体幹・上下肢
の位置）を確認し、
姿勢を修正でき

座位姿勢を確認
す る が 、 足 底 接
地、体幹前傾しや
すい姿勢に修正で

座位姿勢を確認
しない。 
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る。 きない。 

3 
患者に現在の体調や上下

肢の動きを口頭で確認でき
る。 

患者に現在の体
調や上下肢の動き
を口頭で確認でき
る。 

1 項目のみでき
る。 

確認しない。 

4 
線分抹消試験を行うことを

患者にわかりやすく説明でき
る。 

線分抹消試験を
行うことを患者にわ
かりやすく説明で
きる。 

説明するがわか
りにくい。 

説明しない。 

5 
評価は対面位で行い、物

品（用紙・鉛筆）を患者の正面
正中に適切に呈示できる。 

評価は対面位で
行い、物品（用紙・
鉛筆）を患者の正
面正中に適切に呈
示できる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもできな
い。 

6 

用紙を片方の手で固定す
るよう指示し、手による固定が
難しい場合は用紙の裏にテー
プで固定できる。 

用紙を片方の手
で固定するよう指
示し、手による固
定が難しい場合は
用紙の裏にテープ
で固定できる。 

用紙を片方の手
で固定するよう指
示できるが、手によ
る固定が難しい場
合に用紙の裏にテ
ープで固定できな
い。 

用紙を片方の手
で固定するよう指
示ができない。 

7 

検査の説明において、全て
の線をペンで示し、中央の列
の線に印をつけて例を示し
て、患者にわかりやすく指示
できる。 

検査の説明にお
いて、全ての線を
ペンで示し、中央
の列の線に印をつ
けて例を示して、
患者にわかりやす
く指示できる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもできな
い。 

8 
病態失認の可能性を確認

し、正しく理由を述べることが
できる。 

病態失認の可
能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

病態失認の可
能性を確認できる
が、正しく理由を述
べることができな
い。 

病態失認の可
能性を確認できな
い。 

9 
日時の見当識障害の可能

性を確認し、正しく理由を述
べることができる。 

日時の見当識
障害の可能性を確
認し、正しく理由を
述べることができ
る。 

日時の見当識
障害の可能性を確
認できるが、正しく
理由を述べること
ができない。 

日時の見当識
障害の可能性を確
認できない。 

10 
注意障害の可能性を確認

し、正しく理由を述べることが
できる。 

注意障害の可
能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

注意障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を述
べることができな
い。 

注意障害の可
能性を確認できな
い。 

11 
半側空間無視の可能性を

確認し、正しく理由を述べるこ
とができる。 

半側空間無視
の可能性を確認
し、正しく理由を述
べることができる。 

半側空間無視
の可能性を確認で
きるが、正しく理由
を述べることができ
ない。 

半側空間無視
の可能性を確認で
きない。 

12 
記憶障害の可能性を確認

し、正しく理由を述べることが
できる。 

記憶障害の可
能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

記憶障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を述
べることができな
い。 

記憶障害の可
能性を確認できな
い。 

13 失行の可能性を確認し、正 失行の可能性を 失行の可能性を 失行の可能性を
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しく理由を述べることができ
る。 

確認し、正しく理由
を述べることができ
る。 

確認できるが、正し
く理由を述べること
ができない。 

確認できない。 

(3) 基本動作の評価・介入     

      

●課題（例）      

起き上がり動作練習 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者（起き上がりの動作パターンが定着していなく、動作の

際、誘導補助が必要）です。適切な誘導・補助を行いながら、起き上がり練習を行ってください。制

限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 
1 適切な身なりで挨拶・自己

紹介を行い、患者の氏名を確
認することができる。 

適切な身なり、
明瞭な挨拶（開
始時・終了時）・
自 己 紹 介 が で
き、患者の氏名を
確認することがで
きる。 

左記のうち 1項
目ができない。 

2 項目以上で
きない。 

2 起上がり動作の練習を行う
旨を患者に伝え、了承を得る
ことができる。 

起上がり動作
の練習を行う旨を
正確に伝え、患
者の了承を得る
ことができる。 

了承を得ること
ができない。 

どちらもできな
い。 

3 課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題全般を通
して、患者の様子
や状況に応じた
丁寧な声掛け、
触れ方、動かし
方ができる。 

左記 3 項目の
うち 1 項目ができ
ない。 

2 項目以上で
きない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
身体からベッド端までの距離

とベッドの高さを調整することが
できる。 

身体からベッド
端までの距離、ベ
ッドの高さともに適
切に調整できる。 

どちらか一方の
みできる。 
どちらも行うが不
十分。 

どちらもできな
い。 

2 
頭部挙上運動を適切に誘

導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
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を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

3 
麻痺側上肢を管理し適切に

誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

4 
非麻痺側股関節外旋・外転

運動を適切に誘導・補助でき
る。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

5 
背臥位から非麻痺側肘関節

への頭部移動までの動作を適
切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

6 
非麻痺側肘関節への頭部移

動から端座位までの動作を適
切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

7 
終了姿勢（座位姿勢）を確保

できる。 
安定した座位姿

勢を確保できる。 

転倒や転落のリ
スクはないが、姿
勢修正が不十分。 

座位での活動
に不利益を生じる
姿勢の崩れがあ
る。 
座位姿勢を整え
忘れる。 

8 安全面に配慮できる。 

常に患者の安
全を確保できる態
勢にある（患者か
ら目を離さない、
近位監視、常に誘
導・補助できる姿
勢）。 

半分未満、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

半分以上、安全
へ配慮をしていな
い。 

9 
患者に。フィードバックを行う

ことができる 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十分で
ある。 

内容が不適切
である。 
フィードバックがな
い。 
2 項目以上不十
分。 
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(4) ADL の評価・介入     

      

●課題（例）      

更衣動作練習（上衣） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による右片麻痺患者です。長袖の被り服の着衣動作練習を適切な誘導・補助

にて行ってください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 
1 適切な身なりで挨拶・自己

紹介を行い、患者の氏名を確

認することができる。 

適切な身なり、

明瞭な挨拶（開

始時・終了時）・

自己紹介ができ

る。 

左記のうち 1項

目ができない。 

2 項目以上で

きない。 

2 着衣動作の練習を行う旨を

患者に伝え、了承を得ることが

できる。 

着衣動作の練

習を行う旨を正

確に伝え、患者

の了承を得ること

ができる。 

了承を得ること

ができない。 

どちらもできな

い。 

3 課題全般を通して、患者の

様子（表情、心情、姿勢、身体

機能）や状況に応じた丁寧な

対処（声掛け、触れ方、動かし

方）ができる。 

課題全般を通

して、患者の様子

や状況に応じた

丁寧な声掛け、

触れ方、動かし

方ができる。 

左記 3 項目の

うち 1 項目ができ

ない。 

2 項目以上で

きない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者の足底を接地させて、安

全な座位を確保し、患者の麻痺
側に位置することができる。 

動作環境を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

動作環境を確
認するが修正が
不十分。 

動作環境を確
認するが修正が不
適切。 
動作環境を確認し
ない。 
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2 
患者の持っている機能を活

用できるよう準備ができる。 
準備できる。 

準備しようとする
が不十分。 

準備しない。 

3 
患者がセットした服の肩口に

麻痺側の手を挿入し、手首を通
すまでを誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

4 
患者の身体を起して、非麻痺

側の手を左袖に通すまでを誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

5 

非麻痺側の手で、服の袖から
襟ぐりまでをひとつかみにし、肩
まで袖を引き上げるまでを誘
導・補助できる。 

適切な誘。導・
補助を行うことが
できる。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

6 
頭通しの際、骨盤後傾と体幹

屈曲を誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

7 
頭通しの際、頸部を屈曲し麻

痺側に回旋させることを誘導・
補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

8 
頭通しの際、体幹を伸展・回

旋させるタイミングを適切に誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

9 
袖のねじれや裾のずり上がり

の修正を誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

10 安全面に配慮できる。 

常に患者の安
全を確保できる態
勢にある（患者か
ら目を離さない、
近位監視、常に誘
導・補助できる姿
勢）。 

半分未満、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

半分以上、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

11 
患者にフィードバックを行うこ

とができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十分で
ある。 

内容が不適切
である。 
フィードバックがな
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い。 
2 項目以上不十分 
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２．実習後の評価シート（例） 

 

(1) 身体障害の評価・介入     

 

●課題（例） 

関節可動域運動（上肢：肩関節屈曲） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者（不動による筋の短縮を原因とする左肩関節可動域制限

あり）です。左肩関節屈曲可動域改善を目的に、肩関節可動域練習として他動的可動域運動を行

い、10 秒程度の持続伸張を実施してください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 
1 適切な身なりで明瞭な

挨拶（開始時・終了時）・
自己紹介、患者の氏名を
確認することができる。 

適切な身なり、明瞭な挨
拶（開始時・終了時）・自己
紹介、患者の氏名を確認
することができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 関節可動域運動を行う
旨を患者に伝え、了承を
得ることができる。 

関節可動域運動を行う
旨を患者に正確に伝え、
了承を得ることができる。 

了承を得る
こ と が で き な
い。 

どちらもでき
ない。 

3 

課題全般を通して、患
者の様子（表情、心情、
姿勢、身体機能）や状況
に応じた丁寧な対処（声
掛け、触れ方、動かし方）
ができる。 

課題全般を通して、患者
の様子や状況に応じた丁
寧な声掛け、触れ方、動か
し方ができる。 

左記 3 項目
のうち 1 項目が
できない。 

2 項目以上
できない。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
関節可動域運動に適し

た環境設定ができる。 

関節可動域運動に適した
枕の位置、安定した臥位姿
勢、リラックスした状態に設
定できる。 

一部のみ設
定できる。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

2 
肩関節屈曲運動につい

て患者にわかりやすく説明
することができる。 

肩関節屈曲運動につい
て専門用語を使わずにデモ
ンストレーションを行い、息
を止めずにリラックスするこ
と、疼痛があれば伝えるよう
説明することなど、わかりや
すく説明することができる。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

3 事前準備として肩甲骨 事前準備として肩甲骨の 一部のみでき すべてできな
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の可動性を確認し、肩関
節屈曲運動を行いやすい
状態にすることができる。 

可動性を確認する旨を説明
し、肩甲骨の可動性を確認
すること、肩関節屈曲運動を
行いやすい状態にすること
ができる。 

る。 
すべて行うが不
十分である。 

い。 

4 

事前準備として肘関節
の可動性を確認し、肩関
節屈曲運動を行いやすい
状態にすることができる。 

事前準備として肘関節の
可動性を確認する旨を説明
し、肘関節の可動性を確認
すること、筋緊張増加による
肘関節屈曲位の修正を図り
肩関節屈曲運動を行いや
すい状態にすることができ
る。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

5 

肩関節屈曲運動を他動
運動で確認し、可動範囲
や疼痛、エンドフィールお
よび普段との変化を確認
することができる。 

肩関節屈曲運動を他動
運動で確認し、可動範囲や
疼痛、エンドフィールおよび
普段との変化を確認すること
ができる。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

6 
適切な姿勢や上肢の把

持で他動的関節可動域運
動を行うことができる。 

自身に負担のかからない
姿勢や筋緊張を亢進させな
い上肢の把持で他動的関
節可動域運動を行うことが
できる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも行うが
不十分である。 

どちらもでき
ない。 

7 

正しい肩関節屈曲運動
方向への操作、および関
節包内運動や肩甲骨の動
きを考慮した他動的関節
可動域運動を行うことがで
きる。 

患者の前腕～肘部を把
持し正しい肩関節屈曲運動
方向への操作、および肩関
節付近を把持し関節包内運
動や肩甲骨の運動の操作
ができる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも行うが
不十分である。 

どちらもでき
ない。 

8 
関節可動域制限因子に

応じた他動的関節可動域
運動を行うことができる。 

筋緊張が増加しないよう
ゆっくりと上肢を操作するこ
と、10 秒程度の持続的伸張
を行うことができる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも行うが
不十分である。 

どちらもでき
ない。 

9 

他動的関節可動域運動
中に疼痛を確認し、適度
な伸張感で行い、関節可
動域の変化を確認すること
ができる。 

疼痛の有無を確認し、適
度な伸張感で他動的関節
可動域運動を行い、関節可
動域の変化を確認すること
ができる。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

どちらもでき
ない。 

10 

運動前・後の変化や関
節可動域運動の結果を患
者に説明することができ
る。 

運動前・後の変化や関節
可動域運動の結果を患者に
説明することができる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも不十分
である。 

どちらもでき
ない。 

11 安全面に配慮できる. 

接触面が狭いことや強い
圧迫等による疼痛、不十分
な関節可動域運動による可
動域制限の助長などがなく
適切に行うことができる。 

不十分な点
が一部みられ
る。 

リスク管理を
適切に行うこと
ができない。 

12 
患者にフィードバックを

行うことができる。 
内容、タイミング、量が適

切である。 
1 項目不十分

である。 

内容が不適
切である。 
フィードバックが
ない。 
2 項目以上不十
分。 
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(2) 高次脳機能障害の評価・介入     

      

●課題（例）      

面接所見および書字課題による高次脳機能障害の評価（注意障害、記憶障害） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者です。初回面接と書字課題（本日の日付、氏名、住所）を

実施してください。面接時の会話、課題場面の様子から病態失認、日時の見当識障害、注意障

害、半側空間無視、記憶障害、失行について評価し、採点者に報告してください。制限時間は 5

分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭な挨拶
（開始時・終了時）・自己紹介
ができる。 

適切な身なり、明瞭
な挨拶（開始時・終了
時）・自己紹介ができ
る。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
２つの識別子で患者の確認

ができる。 
２つの識別子で患

者の確認ができる。 
1 つの識別

子で確認がで
きる。 

確認ができ
ない。 

3 
面接と書字課題を行う旨を

患者に伝え、了承を得ることが
できる。 

面接と書字課題を
患者に伝え、了承を
得ることができる。 

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者と適切な位置を取る

ことができる。 
90°位の位置を

取ることができる。 
患者との位置関

係を考慮するが、
適切ではない。 

患者との位
置関係を考慮
できない。 

2 

座位姿勢（頭部・体幹・上
下肢の位置）を確認し、姿勢
を修正できる。 

座位姿勢（頭部・
体幹・上下肢の位
置）を確認し、姿勢
を修正できる。 

座位姿勢を確
認するが、足底接
地、体幹前傾しや
すい姿勢に修正
できない。 

座位姿勢を
確認しない。 

3 

患者に現在の体調や上下
肢の動きを口頭で確認でき
る。 

患者に現在の体
調や上下肢の動き
を口頭で確認でき
る。 

1 項目のみでき
る。 

確認しない。 

4 
書字することを患者にわ

かりやすく説明できる。 
書字することを行

うことを患者にわかり
やすく説明できる。 

説明するがわか
りにくい。 

説明しない。 
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5 

書字の評価は対面位で行
い、物品（用紙・鉛筆）を患
者の正面正中に適切に呈示
できる。 

評価は対面位で
行い、物品（用紙・
鉛筆）を患者の正面
正中に適切に呈示
できる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもでき
ない。 

6 

用紙を片方の手で固定す
るよう指示し、手による固定
が難しい場合は用紙の裏に
テープで固定できる。 

用紙を片方の手
で固定するよう指示
し、手による固定が
難しい場合は用紙
の裏にテープで固
定できる。 

用紙を片方の
手で固定するよう
指示できるが、手
による固定が難し
い場合に用紙の
裏にテープで固定
できない。 

用紙を片方
の手で固定す
るよう指示がで
きない。 

7 
本日の日付、氏名、住所

を書字することをわかりやす
く指示できる。 

３つの事項を書字
することをわかりや
すく指示できる。 

指示がわかりに
くい。 

指示しない。 

8 

用紙の中央に横書きで書
字することをわかりやすく指
示できる。 

用紙の中央に横
書きで書字すること
をわかりやすく指示
できる。 

指示がわかりに
くい。 

指示しない。 

9 

病態失認の可能性を確認
し、正しく理由を述べること
ができる。 

病態失認の可能
性を確認し、正しく
理由を述べることが
できる。 

病態失認の可
能性を確認できる
が、正しく理由を
述べることができ
ない。 

病態失認の
可能性を確認
できない。 

10 

日時の見当識障害の可能
性を確認し、正しく理由を述
べることができる。 

日時の見当識障
害の可能性を確認
し、正しく理由を述
べることができる。 

日時の見当識
障害の可能性を
確認できるが、正
しく理由を述べる
ことができない。 

日時の見当
識障害の可能
性を確認でき
ない。 

11 

注意障害の可能性を確認
し、正しく理由を述べること
ができる。 

注意障害の可能
性を確認し、正しく
理由を述べることが
できる。 

注意障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を
述べることができ
ない。 

注意障害の
可能性を確認
できない。 

12 

半側空間無視の可能性を
確認し、正しく理由を述べる
ことができる。 

半側空間無視の
可能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

半側空間無視
の可能性を確認で
きるが、正しく理由
を述べることがで
きない。 

半側空間無
視の可能性を
確認できない。 

13 

記憶障害の可能性を確認
し、正しく理由を述べること
ができる。 

記憶障害の可能
性を確認し、正しく
理由を述べることが
できる。 

記憶障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を
述べることができ
ない。 

記憶障害の
可能性を確認
できない。 

14 

失行の可能性を確認し、
正しく理由を述べることがで
きる。 

失行の可能性を
確認し、正しく理由
を述べることができ
る。 

失行の可能性
を確認できるが、
正しく理由を述べ
ることができない。 

失行の可能
性を確認でき
ない。 
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(3) 基本動作の評価・介入     

      

●課題（例）      

起立・着座動作練習 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者（起立・着座動作のパターンが定着しておらず、動作の

際、誘導補助が必要）です。適切な誘導・補助を行いながら起立・着座動作練習を行ってくださ

い。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで挨拶・自
己紹介を行い、患者の氏
名を確認することができる。 

適切な身なり、明瞭
な挨拶（開始時・終了
時）・自己紹介ができ
る。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 

起立・着座動作の練習を
行う旨を患者に伝え、了承
を得ることができる。 

起立・着座動作の練
習を担当する旨を正確
に伝え、患者の了承を
得ることができる。 

了承を得る
こ とができな
い。 

どちらもでき
ない。 

3 

課題全般を通して、患者
の様子（表情、心情、姿
勢、身体機能）や状況に応
じた丁寧な対処（声掛け、
触れ方、動かし方）ができ
る。 

課題全般を通して、
患者の様子や状況に応
じた丁寧な声掛け、触
れ方、動かし方ができ
る。 

左記 3 項目
のうち1項目が
できない。 

2 項目以上
できない。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
起立練習に適した動作環

境（座面の高さ）に調整するこ
とができる。 

麻痺側の上下肢
を整えた後に座面
高を練習に適した
高さに調整できる。 

麻痺側上下肢へ
の配慮が欠けたま
ま座面高を調整す
る。 

座面高を調整
するが不適切。 

2 
起立練習に適した殿部の

位置に調整することができ
る。 

殿部の移動方法
が適切で、適切な
位置に殿部を移動
できる。 

臀部の移動方法
が不適切。 
臀部の位置の調整
が不十分。 

殿部の位置が
不適切。 

3 
起立練習に適した足部の

位置に調整することができ
る。 

足部の位置
（幅、前後位置）を
適切に調整でき
る。 

足部の位置の調
整が不十分。 

足部の位置が
不適切。 

4 骨盤の状態を調整できる。 
骨盤の状態を適

切に調整できる。 
骨盤の状態の調

整が不十分。 
骨盤の状態が

不適切。 
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5 
起立練習に適した視線の

位置を適切に指示できる。 
適切に指示でき

る。 
指示が不十分。 指示が不適切。 

6 
起立時の重心の前方移動

を適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

7 
起立時の重心の上方移動

を適切に誘導・補助でき。る 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。。 
誘導・補助を行わ
ない。 

8 
立位姿勢を整えることがで

きる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

9 
座面との距離を確認するこ

とができる。 

患者とともに座
面までの距離を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

療法士のみで確
認する。 
距離の修正が不十
分。 

転倒リスクが高
い距離で着座動
作を実施しようと
する。 
座面との距離を確
認しない。 

10 
着座練習に適した視線の

位置を適切に指示できる。 
適切に指示でき

る。 
指示が不十分。 指示が不適切。 

11 
着座練習で適切なスピード

で殿部を座面に下ろすように
誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

12 
着座練習で適切な位置に

殿部を下すように誘導・補助
できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行
う。 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

13 
終了姿。勢（座位姿勢）を

確保できる 
安定した座位姿

勢を確保できる。 

転倒や転落のリ
スクはないが、姿勢
修正が不十分。 

座位での活動
に不利益を生じる
姿勢の崩れがあ
る。 

14 安全面に配慮できる。 

常に患者の安全
を確保できる態勢
にある（患者から目
を離さない、近位
監視、常に誘導・
補助できる姿勢）。 

半分未満、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

半分以上、安全
への配慮をしてい
ない。 

15 
患者にフィードバックを行う

ことができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十分で
ある。 

内容が不適切
である。。 
フィードバックがな
い 
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2 項目以上不十
分。 
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(4) ADL の評価・介入     

      

●課題（例） 

更衣動作練習（下衣） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による右片麻痺患者です。患者に対して動作に伴う座位バランスの崩れを防

止し、両側荷重を促しながら立ち上がり、立位でズボンを引き上げられるよう、適切な誘導・補助を

行いながら、ズボンの着衣動作練習を行ってください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

患者の足底を接地させて、
安全な座位を確保し、患者の
麻痺側に位置することができ
る。 

動作環境を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

動 作 環 境
を確認するが
修正が不十
分。 

動作環境を確認
するが修正が不十
分。 
動作環境を確認し
ない。 

2 
動作環境（適切なベッドの

高さ、ベッド柵の固定具合）を
確認できる。 

動作環境を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

動 作 環 境
を確認するが
修正が不十
分。 

動作環境を確認
するが修正が不十
分。 
動作環境を確認し
ない。 

3 
患者の持っている機能を活

用できるよう準備ができる。 
準備できる。 

準備しよう
とするが不十
分。 

準備しない。 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで挨拶・自己
紹介を行い、患者の氏名を確
認することができる。 

適切な身なり、明瞭
な挨拶（開始時・終了
時）・自己紹介ができ
る。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 

ズボンの着衣動作の練習を
行う旨を患者に伝え、了承を
得ることができる。 

ズボンの着衣動作
の練習を行う旨を正
確に伝え、患者の了
承を得ることができ
る。 

了承を得る
こ と が で き な
い。 

どちらもでき
ない。 

3 

課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題 全般を 通 し
て、患者の様子や状
況に応じた丁寧な声
掛け、触れ方、動かし
方ができる。 

左記 3 項目
のうち 1 項目が
できない。 

2 項目以上
できない。 
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4 

麻痺側下肢を非麻痺側下
肢の上に組む際、体幹と骨盤
を前・後傾させるよう適切に誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

5 
麻痺側下肢をズボンに通す

よう適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

6 
麻痺側下肢を床に下ろすよ

う適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

7 

４～６において、非麻痺側
下肢の位置や肢位を状況に
応じて変えるよう適切に誘導・
補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

8 
非麻痺側下肢をズボンに通

すよう適切に誘導・補助でき
る。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

9 

座位姿勢でズボンのウエス
ト部分を大腿まで十分に引き
上げるよう適切に誘導・補助で
きる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

10 
起立・着座動作を適切に誘

導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は。不足して
いる 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

11 
立位姿勢でのズボンの引き

上げ時の重心移動を適切に
誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

12 
ズボンを引き上げるスピード

やズボンの扱い方を適切に誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う。 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

13 安全面に配慮できる。 

常に患者の安
全を確保できる態
勢にある（患者から
目を離さない、近
位監視、常に誘
導・補助できる姿
勢）。 

半分未満、
安全への配
慮が欠ける場
面がある。 

半分以上、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

14 
患者にフィードバックを行う

ことができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十
分である。 

内容が不適切で
ある。 
フィードバックがな
い。 
2項目以上不十分。 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（100 ページ～102 ページ） 

②実施方法 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

1.実施時期：総合実習前及び総合実習後 

2.対象学生数：80名 

3.実施要領 

 

（中略） 

 

OSCE 実施前に OSCE を担当する教員には、

各試験課題に関する評価シートを用いて、各

試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、

記入方法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 

7.教員配置 

各ステーションに模擬患者 1 名、評価者

2 名を配置する。模擬患者及び評価者は教

員とする。 

 

（中略） 

 

 総括者 

監督 

(学生

控室) 

タイムキ

ーパー 
学生 

評

価

者 

模擬 

患者 

試験

開始

前 

進行の

調整、

体調不

良の学

生対応

など緊

急事態

への対

応 

学生の

出席確

認、予

定時間

に対象

学生

を、待

機場所

への移

廊下に学

生が待機

している

ことを確

認する。

学生が待

機してい

ない場合

は、総括

時間まで

に学生控

室へ入

室。学生

は、監督

者の指示

に従い控

室から廊

下へ移動 

開始時

間まで

に担当

するス

テーシ

ョンに

入室す

る。 

（100 ページ） 

②実施方法 

 OSCEの実施に当たっては、試験課題数に応

じてステーションを設置する。各ステーショ

ンに模擬的臨床場面を設定し、模擬患者を配

置する。学生は、模擬患者を対象者に見立て、

臨床能力に関する試験課題を実施する。 

 

 OSCEの評価は、各ステーションに評価者を

配置し、「評価マニュアル」に記載されている

評価基準に従って採点を行う。各試験課題の

工程ごとに、評価基準に従って評価用紙に採

点結果を記入し、試験課題ごとに評価判定を

行い、60％以上を合格とする。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教員に

対して、各試験課題に関する評価マニュアル

を用いて、各試験課題の工程ごとの評価基準、

採点方法、記入方法等について、FD等を利用

して、研修・確認を行うこととする。 

 

 

 

 

 

（追加） 
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動を促

す 

者に連絡

し、学生

を呼び出

す。 

廊下の

椅子に着

席し待機 

 

時間 

(分

：

秒) 

総括

者 

監督 

(学

生控

室) 

タイムキ

ーパー 
学生 評価者 

模擬患

者 

0:00 

～ 
  

タイムテ

ーブルに

示された

試験開始

時間に、

廊下で待

機してい

る学生を

各ステー

ションに

入室させ

る。 

タイムキ

ーパーの

合図で入

室し、評

価者に名

前を告げ

る。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 

0:30   

学生に対

して「問

題を読ん

でくださ

い」とア

ナウンス

をする。 

「問題を

読んでく

ださい」

のアナウ

ンスで問

題を読み

始める。 

 

設定さ

れた位

置につ

く 

0：

30 

～ 

  
（試験開

始の案内

を行う） 

（実技開

始） 

課題の

進行に

合わせ

て評価

シート

にリア

ルタイ

ムに記

入して

いく。 

患者役

になる 

4:30   

「残り1分

です」と

アナウン

スする 

解答中   

5:30   

「試験を

終了とし

ます。こ

れよりフ

ィードバ

ックで

す」とア

ナウンス

する。 

フィード

バックを

受ける 

フィー

ドバッ

ク開始 

患者役

終了 
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7:30   

「終了し

ます、す

みやかに

退室して

くださ

い」とア

ナウンス

する 

途中であ

っても終

了し、退

室する。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 

8:00   

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

るように

指示する 

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

る。２課

題終了

後、学生

控室に移

動する。 

  

 

（106 ページ） 

臨地実務実習における課題の検討結果に基

づき、次年度の臨地実務実習を計画すること

により、学修環境や指導体制の改善に繋げる

ことができる。教員に加え実習担当職員を配

置し、大学側と臨地実務実習指導者とが緊密

に連絡をとり、より高い学修効果が得られる

よう臨地実務実習環境を整える。 

 

（103 ページ） 

 臨地実務実習における課題の検討の結果に

基づき、次年度の臨地実務実習を計画するこ

とにより、学修環境や指導体制の改善に繋げ

ることができる。その上で、臨地実務実習指

導においては、大学側と臨地実務実習指導者

とが緊密に連絡をとり、より高い学修効果が

得られるよう臨地実務実習環境を整える。 

（131 ページ） 
３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 
本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬
症例を通したOSCEを導入する。導入に当たっ
ては効率的・効果的に評価する観点から、導
入科目を理学療法全般に関係する内容（面
接、評価、目標設定、療法計画の作成と実
施、再評価、今後の方針という一連の流れ）
を体験する科目でありより実践的な臨地実務
実習である「総合実習Ⅰ・Ⅱ」とし、「総合
実習Ⅰ・Ⅱ」の前後でOSCEを実施することと
した。 
 

（129 ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

 本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCE を導入する。この OSCEは、

イギリスの Harden らにより開発された臨床

能力を客観的に評価するための構造化された

試験で、本邦においても既に医師養成課程に

おける医学教育において広く汎用されてい

る。 

 

（131 ページ） 
②実施方法 
 
 
 
 
 
 

（削除） 
 
 

（129 ページ） 

②実施方法 

 OSCEの実施に当たっては、試験課題数に応

じてステーションを設置する。各ステーショ

ンに模擬的臨床場面を設定し、模擬患者を配

置する。学生は、模擬患者を対象者に見立て、

臨床能力に関する試験課題を実施する。 

 

 OSCEの評価は、各ステーションに評価者を

配置し、「評価マニュアル」に記載されている
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1. 実施時期：総合実習 1・Ⅱ前及び総合実

習 1・Ⅱ後 
2. 対象学生数：80 名 
3. 実施要領 

 

（中略） 

 

6.評価方法 

 評価者は課題ごとに評価基準に従って採

点する。2名の評価者の採点結果を平均し、

各課題で 60％以上得点することを合格の条

件とする。得点が 60％未満の課題があった

学生には、指導を行った上で再評価を行う。 

 OSCE 実施前に OSCE を担当する教員には、

各試験課題に関する評価シートを用いて、各

試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、

記入方法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 
7.教員配置 

各ステーションに模擬患者 1 名、評価者 2
名を配置する。模擬患者及び評価者は教員と
する。 
 

（中略） 
 

 総括者 

監督 

(学生控

室) 

タイムキ

ーパー 
学生 

評

価

者 

模

擬 

患

者 

試験

開始

前 

進行の

調整、

体調不

良の学

生対応

など緊

急事態

への対

応 

学生の

出席確

認、予

定時間

に対象

学生

を、待

機場所

への移

動を促

す 

廊下に学

生が待機

している

ことを確

認する。

学生が待

機してい

ない場合

は、総括

者に連絡

し、学生

を呼び出

す。 

時間まで

に学生控

室へ入

室。学生

は、監督

者の指示

に従い控

室から廊

下へ移動 

開始時

間まで

に担当

するス

テーシ

ョンに

入室す

る。 

 

評価基準に従って採点を行う。各試験課題の

工程ごとに、評価基準に従って評価用紙に採

点結果を記入し、試験課題ごとに評価判定を

行い、60％以上を合格とする。 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教員に

対して、各試験課題に関する評価マニュアル

を用いて、各試験課題の工程ごとの評価基準、

採点方法、記入方法等について、FD等を利用

して、研修・確認を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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時間 

(分

：

秒) 

総括

者 

監督 

(学

生控

室) 

タイムキ

ーパー 
学生 評価者 

模擬患

者 

0:00 

～ 
  

タイムテ

ーブルに

示された

試験開始

時間に、

廊下で待

機してい

る学生を

各ステー

ションに

入室させ

る。 

タイムキ

ーパーの

合図で入

室し、評

価者に名

前を告げ

る。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 

0:30   

学生に対

して「問

題を読ん

でくださ

い」とア

ナウンス

をする。 

「問題を

読んでく

ださい」

のアナウ

ンスで問

題を読み

始める。 

 

設定さ

れた位

置につ

く 

0：

30 

～ 

  
（試験開

始の案内

を行う） 

（実技開

始） 

課題の

進行に

合わせ

て評価

シート

にリア

ルタイ

ムに記

入して

いく。 

患者役

になる 

4:30   

「残り1分

です」と

アナウン

スする 

解答中   

5:30   

「試験を

終了とし

ます。こ

れよりフ

ィードバ

ックで

す」とア

ナウンス

する。 

フィード

バックを

受ける 

フィー

ドバッ

ク開始 

患者役

終了 

7:30   

「終了し

ます、す

みやかに

退室して

くださ

い」とア

ナウンス

する 

途中であ

っても終

了し、退

室する。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 
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8:00   

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

るように

指示する 

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

る。２課

題終了

後、学生

控室に移

動する。 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

３．【第一次審査意見５の回答について】 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 

客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後で

行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 

（３）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法を見直した場合は、シラバスに明記するこ

と。 

（対応） 

 審査意見の指摘を元にＯＳＣＥの実施方法及び内容を見直したため、該当する以下の科

目のシラバスの記載を修正した。 

 

【理学療法学科】 

・検査・測定実習 

・評価実習 

・総合実習 

 

【作業療法学科】 

・評価実習Ⅰ・Ⅱ 

・総合実習Ⅰ・Ⅱ 

 

【資料 ３】 臨地実務実習シラバス 
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【資料 ３】 臨地実務実習シラバス 

 

科目名 検査・測定実習 担当教員 清宮 清美 

学科 理学療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実習 

単位数 2単位 時間数 90時間 回数 1回 

 

授業概要 臨床実習施設において理学療法評価として必要な基本的な検査・測定項目を挙げ、

診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式で担当症例に対して実際に検査・測

定を行う。臨床実習指導者の指導により学内で学んだ検査・測定項目を実際の臨床場

面で実施する。検査・測定結果を障害に応じ解釈を行うための臨床知識を習得し、障

害程度の把握ができるようになる。実施方法は 2週間臨床実習施設へ出向き実施する。

実習後、学内で実習内容を振り返り、実習内容の確認等について担当教員から指導を

受ける。実習前と実習後には、実技試験し、基礎理学療法学評価学および実習の習熟

度を評価する。 

検査・測定実習では理学療法対象者に応じた理学療法評価のために必要な検査・測

定項目を挙げ、実際の理学療法対象者において検査・測定を実施し、測定値の理解を

もとに障害程度の把握を行うが、理学療法治療プログラムの作成や理学療法の目標設

定を行うことは求めない。 

到達目標 ① 理学療法対象者へ適切な検査・測定項目を挙げ、検査・測定の目的・手順を説明

できる 

② 臨床実習指導者の指示に従って、検査・測定を実践できる 

③ 検査・測定結果を理解することができるとともに、正確に記録し報告できる 

④ 提示された禁忌・注意事項や個人情報等の守秘義務を厳守できる 

⑤ 理学療法対象者への配慮ならびにリスク管理を行うことができる 

⑥ 臨床実習指導者のもとで、理学療法対象者、関連スタッフと良好な関係を築くこ

とができる 

⑦ 理学療法士を志す観点で行動し、適宜、臨床実習指導者へ報告・連絡・相談を行

うことができる 

 

授業内容 

検査・測定実習前後、実技試験を行い、学生個々の臨床能力を客観的に評価し、問題点を把握すると

ともに、施設実習に向けた準備学習を行う。臨床実習施設において臨床実習指導者のもとクリニカル・

クラークシップ形式で臨床実習を行い、検査・測定を体験し、理学療法士としての知識・技術を習得す

る。 

 

【資料３】 
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第 1回：検査・測定実習前 実技試験（学内） 

第 2回：検査・測定実習オリエンテーション 施設見学 理学療法部門見学等 

第 3回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な検査測定の説明、模倣 

第 4回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 基本的な検査測定の説明、模倣、実施 

第 5回：理学療法検査測定体験 担当症例評価計画の立案 基本的な検査測定の説明、模倣、実施 

第 6 回：理学療法検査測定体験 担当症例評価計画の立案と確認 基本的な検査測定の説明、模倣、

実施 

第 7回：理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施  

第 8回：理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施  

第 9回：担当症例への理学療法検査測定実施 検査・測定実習評価、振り返り 

第 10回：検査・測定実習後 実技試験 学内振り返り（学内） 

 

 

 

  

評価法基準 施設評価 40％（実習指導者評価より判定する）、実習前後 実技試験 40％、実習記録

20％（実習内容（記録方法含む）を確認、また自己学修内容を踏まえて総合的に評価）

施設評価・実習前後 実技試験・実習記録にて総合的に評価する。これらの点数配分に関

しては、学生の習熟度に応じて変更することがある。 

教科書・参考書 各科目で使用した教科書を参考にする 

 理学療法テキスト 理学療法評価学Ⅰ 石川朗 中山書店 

 診察と手技がみえる１ Vol.1 古谷伸之 メディックメディア 

 新・徒手筋力検査法第 9版  Helen J.Hislop 著、津山直一 訳 協同医書 

 ベッドサイドの神経の診かた 田崎義昭 他 南山堂 

 理学療法評価学 改訂第 5版 松澤正他 金原出版 

履修上の注意 1 単位の臨床実習科目となるため施設実習は一週間 40 時間以内、学内演習および自

己学修を含め 45 時間を上限とする科目となる。なお、自己研鑽については、この限り

ではない。 
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科目名 評価実習 担当教員 灰田 信英 

学科 理学療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 8単位 時間数 360時間 回数 1回 

 

授業概要 臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとで診療参加型かつクリニカル・

クラークシップ形式により理学療法評価を幅広く体験しながら理学療法実施上の問題

点を探索し、プログラム作成過程を習得する。この科目は、理学療法対象症例に対す

る評価方法の選択・実施、評価結果より問題点を抽出し、症例の障害像を把握する課

程を学修する。また、理学療法士としての役割をチーム医療の観点から学ぶため、適

宜、関連職種の業務体験や見学を行い、臨床実習指導者や症例担当者による理学療法

実施場面では、学生の可能な理学療法補助業務に積極的に参加させ、幅広く理学療法

場面を体験することで理学療法士に求められる知識、技術を習得する。 

実習前に運動器・神経・内部障害理学療法評価学及び実習に関する実技試験を、実

習後に学内課題発表・症例報告会（知識）と実技試験（技術、態度）を実施する。ま

た、実習後、学内セミナーにて、学修内容を担当教員と振り返り、実習内容を発表し、

討論することでさらに実習内容を深く修める。 

到達目標 ① 評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役割を理解することができる。 

② 理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守し、リスク管理を行うこと

ができる。 

③ 理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げて実施することができる 

④ 実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出することができる 

⑤ 実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を設定できる 

⑥ 実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法プログラムを作成で

きる 

⑦ 情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成し、記録と報告を行う

ことができる 

 

授業内容 

臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとにクリニカル・クラークシップ形式に理学療法

評価を体験し、以下の項目を実習する 

第 1～2回 ：学内オリエンテーション 評価実習前 実技試験（学内） 

第 3～4回 ：評価実習オリエンテーション 施設見学 理学療法部門他見学等 

第 5～6回 ：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模

倣、実施 

第 7～10回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 
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第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実

施 

第 14～16回：理学療法評価体験 担当症例評価計画の立案と確認 基本的な理学療法評価の説明、模

倣、実施 

第 17～20回：理学療法評価体験等 担当症例等へ理学療法評価実施 担当症例初期評価、治療計画、

目標作成 

第 21～25回：理学療法評価体験等 担当症例等への理学療法補助体験 担当症例初期評価振り返り  

第 26～29回：担当症例への理学療法再評価実施 担当症例等への理学療法補助体験 

第 30～34回：担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法補助体験 

第 35回  ：評価実習評価、評価実習振り返り（実習施設内） 

第 36～40回：評価実習後 評価実習振り返り（学内） 学内課題発表・症例報告会 実技試験 

 

  

評価法基準 実習施設の評価 40％（臨床実習指導者による評価）、実習前・実習後実技試験 40％、

学内課題発表・症例報告会 20％ 

臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価する。これらの点数配分に関

しては、学生の習熟度に応じて変更することがある。 

教科書・参考書 「理学療法士のための続症例レポートの書き方」宮原英夫 （朝倉書店：ISBN978-254-

33504-0） 

各専門科目で使用した教科書を参考にする 

履修上の注意 1 単位の臨床実習科目となるため施設実習は一週間 40 時間以内、学内演習および自

己学修を含め 45 時間を上限とする科目となる。なお、自己研鑽については、この限り

ではない。 
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科目名 総合実習 担当教員 清宮 清美 

学科 理学療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 8単位 時間数 360時間 回数 1回 

 

授業概要 臨床実習指導者の指導の下で診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式によ

り、学内で学修した理学療法評価、治療を基に理学療法対象者の評価、結果の統合と解

釈、治療計画の立案と実施、記録・報告等の理学療法の一連の過程について、臨床現場

で模倣しながら体験・実践する。理学療法評価から治療目標を設定し、治療プログラム

を作成する。加えて基本的な治療手技を実施する。総合実習前と総合実習後は、OSCE

（Objective Structured Clinical Examination；客観的臨床能力試験）を実施し、理

学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を評価した上で、理学療法士とし

て必要な知識、態度や技能について、理学療法対象者を想定しての臨床能力を客観的

に確認する。総合実習では、学生が 1 日の実習行動計画を作成し、実習内容を実習記

録へ記載した上、臨床実習指導者へ報告する。臨床実習指導は、臨床実習指導者と専任

教員が連携し、適宜、必要に応じて連絡を取り合い、学生の実習状況についての情報を

共有し、助言・指導を行う。 

総合実習後、学内セミナーにて、総合実習において体験・学修内容を発表し討論した

上で、担当教員と振り返り理学療法の実践能力について学修内容を深める。 

到達目標 ① 臨床実習施設における理学療法及び理学療法士の役割を理解し行動することがで

きる 

② 理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個人情報等の守秘義務を厳守し、

基本情報を基に疾患や障害の特徴、リスク管理を行うことができる 

③ 臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計画・立案を作成する

ことができる 

④ 臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の結果を解釈し、国際

生活機能分類（ICF）を用いて、対象者の全体像を把握し、解決すべき課題を抽出す

ることができる 

⑤ 臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法目標を設定することができ

る 

⑥ 理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に記録・報告す

ることができる 

⑦ 臨床実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解することができる 

⑧ チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解することができる 

⑨ 総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セミナーにおいて発表

し討論することができる 
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授業内容 

臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとにクリニカル・クラークシップ形式により下記

の項目を行い、基本的な理学療法を修得する。 

 

第 1～2回 ：学内オリエンテーション 総合実習前 OSCE（学内） 

第 3～4回 ：総合実習施設内オリエンテーション 施設見学 理学療法部門他見学等 

第 5～6 回 ：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模

倣、実施 

第 7～10回 ：理学療法部門見学 担当症例の情報収集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例等へ評価計画の立案 基本的な理学療法の説明、模倣、実施 

第 14～16回：理学療法実施体験 担当症例等へ理学療法計画実施 基本的な理学療法の説明、模倣、実

施 

第 17～20回：理学療法体験等 担当症例等へ理学療法計画実施体験 基本的な理学療法の説明、模倣、

実施 

第 21～25回：理学療法再評価体験等 担当症例等への理学療法再評価体験 担当症例再評価・振り返り 

第 28～29 回：担当症例への理学療法実施 担当症例等への理学療法補助体験 他部門および他職種と

の連携体験 

第 30～34 回：担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法体験 他部門および他職

種との連携体験 

第 35回  ：総合実習評価、総合実習振り返り（実習施設内） 

第 36～40回：総合実習後 OSCE 総合実習振り返り（学内） 学内課題発表 症例報告会 

 

  

評価法基準 実習先施設の評定 40％、筆記試験・実習前実習後 OSCE 30％、学内の課題発表 30％

（実習課題の発表、症例検討会）臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評

価する。これらの点数配分に関しては、学生の習熟度に応じて変更することがある。 

教科書・参考書 適宜指示する 

各専門科目で使用した教科書 

履修上の注意 1 単位の臨床実習科目となるため施設実習は一週間 40 時間以内、学内演習および自

己学修を含め 45 時間を上限とする科目となる。なお、自己研鑽については、この限り

ではない。 
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科目名 評価実習Ⅰ 担当教員 近野 智子 

学科 作業療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 3単位 時間数 135時間 回数 1回 

 

授業概要 

 

評価実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の作業療法の現場において、学内での

講義・実習で習得した評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と論理的考察の過程を学ぶ

ことを目的とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、

面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価結果を記録する。また、いくつかの内

容について対象者の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像またはその一部について論理

的に考察することを目標とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、複数の対

象者に対して基本的な評価手技を行い、評価の実施については、指導者の実践場面の見学か

ら模倣、指導者の監視下での実施へと、学生の習熟度に応じて段階的に行う。実習前には、

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有

し、作業療法士としての知見や理解を深める。 

到達目標 

 

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5. 実習内容について記録・報告をすることができる 

 

授業内容 

評価実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の医療・福祉分野の施設において、臨地実務実習指導

者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法評価を実際に実施し、作業療法評価の過程

を体験する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュール、実習

生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標

と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実習前には、「事前評価」として実技試験を実施し、「臨

地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価実習においては、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ。具体的には、

対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報告を行う。

また、評価結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察する。実習の過程においては、臨地実務実習指導

者による指導のもとで、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、模倣しなが

ら学習し、臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重ねる。実習におい

ては、対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、対象者やその家族、施

設の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、保健医療専門職としての高

い倫理観と基本的態度を身につける。 

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法

士としての知見や理解を深める。 
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【学外実習前】 

・オリエンテーション 

○1コマ 90分×1回（評価実習Ⅱと共通） 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実

習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・実技試験 

○1コマ 90分×5回（評価実習Ⅱと共通） 

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

 

【施設実習】 

○80時間（8時間×10日間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

    8:30         12:00    13:00                17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～9日目 CCS・他  CCS・他 

10日目 CCS・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

※ 実習時間は、1 日 8 時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 

※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下、診療参加型でさまざまな評価とその

考察過程を学ぶ。 

※ 最終日には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 

 

【事後の振り返りとまとめ】 

○1コマ 90分×4回 

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見や

理解を深める。 

 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「評価実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前に行う技能評

価等を総合して行う。 

教科書・参考書 「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で臨むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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科目名 評価実習Ⅱ 担当教員 近野 智子 

学科 作業療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 2単位 時間数 90時間 回数 １回 

 

授業概要 

 

評価実習Ⅱでは、評価実習Ⅰで経験した障害領域とは異なる、身体障害領域または

精神障害領域の作業療法の現場において、学内での講義・実習で習得した評価手技を

実際に体験し、評価結果の記録と論理的考察の過程を学ぶことを目的とする。本実習

では、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、面接、観察、検査・測

定等の評価手技を体験し、評価結果を記録する。また、いくつかの内容について対象者

の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像またはその一部について論理的に考察する

ことを目標とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、複数の対象者に対

して基本的な評価手技を行い、評価の実施については、指導者の実践場面の見学から

模倣、指導者の監視下での実施へと、学生の習熟度に応じて段階的に行う。実習前に

は、「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を

行う。実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。 

到達目標 

 

1.職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2.対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3.許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4.対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5.実習内容について記録・報告をすることができる 

 

授業内容 

評価実習Ⅱでは、身体障害領域または精神障害領域の医療・福祉分野の施設において、臨地実務実習指

導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法評価を実際に実施し、作業療法評価の

過程を体験する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュール、

実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、到達

目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実習前には、「事前評価」として実技試験を実施

し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価実習においては、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ。具体的には、

対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報告を行

う。また、評価結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察する。実習の過程においては、臨地実務実

習指導者による指導のもとで、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、模

倣しながら学習し、臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重ねる。

実習においては、対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、対象者や

その家族、施設の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、保健医療専

門職としての高い倫理観と基本的態度を身につける。 

なお、評価実習Ⅱでは、臨地実務実習で経験すべきさまざまな障害、病期、年齢層を考慮し、評価実習
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Ⅰとは異なる経験ができる施設での実習とする。 

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療

法士としての知見や理解を深める。 

 

【学外実習前】 

・オリエンテーション 

○1コマ 90分×1回（評価実習Ⅰと共通） 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実

習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・実技試験 

○1コマ 90分×5回（評価実習Ⅰと共通） 

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

 

【施設実習】 

○80時間（8時間×10日間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

 8:30         12:00    13:00               17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～9日目 CCS・他  CCS・他 

10日目 CCS・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

※ 実習時間は、1 日 8 時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 
※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下で診療参加型でさまざまな評価とそ

の考察過程を学ぶ。 
※ 最終日には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 

 
【事後の振り返りとまとめ】 

○1コマ 90分×4回 

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。 

○1コマ 90分×1回 

評価実習Ⅰ・Ⅱの総括 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「評価実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前に行う技能評

価等を総合して行う。 

教科書・参考書 「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で臨むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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科目名 総合実習Ⅰ 担当教員 坂本 俊夫 

学科 作業療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 9単位 時間数 405時間 回数 １回 

 

授業概要 

 

総合実習Ⅰでは、保健医療における作業療法の現場において、学内での講義・実習で

習得した評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と全体像の考察、作業療法計画の

立案とその実施および再評価を実践し、作業療法過程の体験と論理的考察のプロセス

を学ぶことを目的とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同

意を得て、面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価結果を記録する。また、

いくつかの内容について対象者の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像について論

理的に考察し、作業療法目標に基づく治療・指導・援助の計画立案を行う。作業療法計

画に基づいて治療・指導・援助を実施し、その効果判定のために必要な評価を実施し、

作業療法の効果について考察する。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、指

導者の実践場面の見学から模倣、指導者の監視下での実施へと、学生の習熟度に応じ

て段階的に行う。実習前には、「事前評価」として筆記試験と OSCE（客観的臨床能力試

験）を実施し、「臨地実務実習前評価」を行う。実習終了後には、実習内容の症例報告

会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法

士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地実務実習

後評価」としての技術確認を行う。 

到達目標 

 

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5. 対象者の作業療法計画を立案できる 
6. 対象者へ作業療法の治療・指導・援助を実施することができる 
7. 作業療法の成果を再評価にて確認し、必要に応じて作業療法計画を見直すことがで

きる 
8. 実習内容について記録・報告をすることができる 
9. 管理・運営について理解することができる 

 

授業内容 

総合実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の保健医療分野の施設において、臨地実務実習指

導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法評価、全体像のまとめ、作業療法計

画とその実施、再評価による効果の確認と作業療法計画の見直しを実際に体験し、作業療法臨床実践の

過程を学習する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュー

ル、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、

到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実習前には、「事前評価」として筆記試験と

OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」を行う。総合実習においては、臨地実務
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実習指導者の指導の下で、作業療法評価から治療・指導・援助の実施、再評価に至る一連の実践過程を

学ぶ。具体的には、対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定の実施、評価

結果の記録と報告を行う。また、評価結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察し、作業療法計画

を立案する。また許容された範囲で作業療法を実施し、その効果について再評価を行い、必要に応じて

作業療法計画の見直しを行う。実習の過程においては、臨地実務実習指導者による指導のもとで、臨地

実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、模倣しながら学習し、臨地実務実習

指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重ねる。実習においては、対象者の人権

を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、対象者やその家族、施設の職員に対し

て敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、保健医療専門職としての高い倫理観と

基本的態度を身につける。実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対

象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面

は、OSCEを行い、「臨地実務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

【学外実習前】 

・オリエンテーション・筆記試験（総合実習Ⅱと共通） 

○1コマ 90分×2回 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務

実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・OSCE（客観的臨床能力試験）（総合実習Ⅱと共通） 

○2日間 

「事前評価」として OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認

を行う。 

 

【施設実習】 

○360時間（8時間×40日間：5日間×8週間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

8:30           12:00    13:00              17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～ CCS・他  CCS・他 

20日目前後 CCS・他  CCS・中間のまとめ、振り返り・他 

38日目 CCS・他  CCS・他 

39・40日目 CCS・まとめ・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

 

※ 実習時間は、1日 8時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 

※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下で診療参加型でさまざまな評価とその考

察過程を学ぶ。また、加えて、作業療法の治療・指導・援助についても学ぶ。 

※ 最終日前後には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 
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【事後の振り返りとまとめ】 

○2日間 

実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地実

務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「総合実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前に行う技能評

価等を総合して行う。 

教科書・参考書 「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で挑むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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科目名 総合実習Ⅱ 担当教員 坂本 俊夫 

学科 作業療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 9単位 時間数 405時間 回数 １回 

 

授業概要 

 

総合実習Ⅱでは、総合実習Ⅰと異なる施設で、特徴の異なる対象者に対して実習を行

う。学内での講義・実習で習得した評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と全体像

の考察、作業療法計画の立案とその実施および再評価を実践し、作業療法過程の体験と

論理的考察のプロセスを学ぶことを目的とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指

導の下で、対象者の同意を得て、面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価

結果を記録する。また、いくつかの内容について対象者の利点と問題点を抽出し、対象

者の全体像について論理的に考察し、作業療法目標に基づく治療・指導・援助の計画立

案を行う。作業療法計画に基づいて治療・指導・援助を実施し、その効果判定のために

必要な評価を実施し、作業療法の効果について考察する。本実習では、臨地実務実習指

導者の指導の下で、指導者の実践場面の見学から模倣、指導者の監視下での実施へと、

学生の習熟度に応じて段階的に行う。 

実習前には、「事前評価」として筆記試験と OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、

「臨地実務実習前評価」を行う。実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発

表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地実務実習後評価」として

の技術確認を行う。 

到達目標 

 

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5. 対象者の作業療法計画を立案できる 
6. 対象者へ作業療法の治療・指導・援助を実施することができる 
7. 作業療法の成果を再評価にて確認し、必要に応じて作業療法計画を見直すことが

できる 
8. 実習内容について記録・報告をすることができる 
9. 管理・運営について理解することができる 

 

授業内容 

総合実習Ⅱでは、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法

評価、全体像のまとめ、作業療法計画とその実施、再評価による効果の確認と作業療法計画の見直しを

実際に体験し、作業療法臨床実践の過程を学習する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行

い、実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地

実務実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実

習前には、「事前評価」として筆記試験と OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評
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価」を行う。 

総合実習においては、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価から治療・指導・援助の実

施、再評価に至る一連の実践過程を学ぶ。具体的には、対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面

接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報告を行う。また、評価結果に基づき、対象者の全体

像を論理的に考察し、作業療法計画を立案する。また許容された範囲で作業療法を実施し、その効果に

ついて再評価を行い、必要に応じて作業療法計画の見直しを行う。実習の過程においては、臨地実務実

習指導者による指導のもとで、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、

模倣しながら学習し、臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重

ねる。実習においては、対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、

対象者やその家族、施設の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、

保健医療専門職としての高い倫理観と基本的態度を身につける。 

なお、総合実習Ⅱでは、実習で経験すべきさまざまな障害、病期、年齢層を考慮し、総合実習Ⅰとは

異なる経験ができる施設での実習とする。 

実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地

実務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

【学外実習前】 

・オリエンテーション・筆記試験（総合実習Ⅰと共通） 

○1コマ 90分×2回 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実

務実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・OSCE（客観的臨床能力試験）（総合実習Ⅰと共通） 

○2日間 

「事前評価」として OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確

認を行う。 

 

【施設実習】 

○360時間（8時間×40日間：5日間×8週間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

    8:30        12:00    13:00                17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～ CCS・他  CCS・他 

20日目前後 CCS・他  CCS・中間のまとめ、振り返り・他 

38日目 CCS・他  CCS・他 

39・40日目 CCS・まとめ・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

※ 実習時間は、1日 8時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 

※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下で診療参加型でさまざまな評価と

その考察過程を学ぶ。また、加えて、作業療法の治療・指導・援助についても学ぶ。 
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※ 最終日前後には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 

 

【事後の振り返りとまとめ】 

○2日間 

実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地

実務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

 

 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「総合実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前後に行う技能

評価等を総合して行う。 

教科書・参考

書 

「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で臨むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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（改善事項） 全学共通 

 【教員組織等】 

 

４．【第一次審査意見１０の回答について】 

＜教員負担の更なる改善＞ 

担当科目数が見直され教員負担の改善が認められるが、臨地実務実習の負担分を考慮する

と、なお若干負担が大きいと考えられる教員が見受けられるため、研究活動に支障がないか

どうか再検証し、更なる改善を検討すること。 

（対応） 

審査意見を受け、臨地実務実習の負担が多いと思われる教員の実質的な負担内容を確認

し、臨地実務実習を担当する教員の配置の再検討を行い、負担の軽減を図った。また、評価

のみを担当する教員については開講数の算出方法の見直しを行った。 

 

本学では実習以外の科目の担当開講数として 12 を基準とし、最大でも 13 を超えないよ

うに設定しているが、指摘を受け、臨地実務実習については、研究活動に支障がないよう担

当開講数の上限として 4 を目安とし、最大でも 5 開講を超えないように設定し、改善を図

った。 

臨地実務実習の実施に当たっては、科目責任者となる教員に負担が集中しないよう、教員

だけでなく実習担当職員も配置する。実習担当職員は大学・学生・実習施設との連絡・調整、

各種手続き等を主に担当することを想定しており、実習担当教員と職員が連携し対応する

ことで、実習にかかわる業務量を平準化しうる体制を整え、教員の負担軽減を図った。 

このほか理学療法学科で臨地実務実習の２科目を科目責任者として担当する教員１名に

ついては、臨地実務実習の科目を 1科目に減らし、負担の軽減を図った。その他の臨地実務

実習を担当するが評価のみを担当する教員については、以下のとおり臨地実務実習を担当

する際の担当単位数・開講数の考え方を見直した。見直し後の教員別の開講数・単位数が「資

料 4-1 教員別時間割」である。 

上記の見直しのほか、本学では専任教員全員に週に 1 日を研究日として設定し研究活動

のための時間の確保に努めており、研究活動に支障はないと考える。  

 

【実習の評価のみにかかわる教員の単位数・開講数】 

これまでの申請においては、「ＯＳＣＥ・実習後の学内課題発表・症例報告会のみにかか

わる教員」（以下では、「実習の評価等のみにかかる教員」とする）も、該当する臨地実務実

習の全開講数・全単位数をその教員の担当開講数・単位数に含めていた。 

審査意見の指摘を受け、実習の評価等のみにかかわる教員については、評価のために必要

な日数を実際に負担となる日数として算出し、担当開講数として設定した。 
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以下の考え方で、実習の評価等のみにかかわる教員の単位数・開講数の算出を行った。 

例） 総合実習において、事前評価のＯＳＣＥ、事後評価の学内課題発表・症例報

告会を担当する教員の場合（理学療法学科の場合） 

① 単位数

総合実習：単位数 8単位、全 40日設定 

 事前評価：ＯＳＣＥ実施日数 2 日間

 事後評価：学内課題発表・症例報告会 実施日数 2 日間

評価にかかわる日数：合計 4日間

上記のとおり、合計 4日間がこの教員が拘束される日数であり、実習全体 40日の内 10％

となる。単位数が 8 単位であることから、この場合の当該教員の担当単位数は 0.8 単位と

した。 

② 開講数

総合実習：開講数 1、全 40 日設定 

 事前評価：ＯＳＣＥ実施日数 2 日間

 事後評価：学内課題発表・症例報告会 実施日数 2 日間

評価にかかわる日数：合計 4日間

上記のとおり、単位数の計算と同様に合計 4日間がこの教員が拘束される日数であり、実

習全体 40日の内 10％となる。開講数が１であることから、この場合の当該教員の開講数は

0.1 とした。 
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【資料 ４】 担当教員別時間割表 

理学療法学科 担当教員別時間割表 

※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限

【OT】

リハビリテー

ション医学

(前半)②

【OT】

敬心における

共生論

(前半)②

リハビリテー

ション医学

(前半)②

敬心における

共生論

(前半)①
1時限

2時限

【OT】

リハビリテー

ション医学

(前半)①

【OT】

敬心における

共生論

(前半)①

リハビリテー

ション医学

(前半)①

敬心における

共生論

(前半)②
2時限

3時限
【OT】

スポーツボラ

ンティアⅡ
3時限

【OT】

スポーツボラ

ンティアⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
内部障害理

学療法評価

学②
1時限

内部障害理

学療法学実

習①

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
内部障害理

学療法評価

学①

内部障害理

学療法評価

学実習②

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

内部障害理

学療法学②

内部障害理

学療法学①

3時限
内部障害理

学療法評価

学実習①
3時限

内部障害理

学療法学実

習②

健康寿命の

延伸②（オ）

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限
健康寿命の

延伸①（オ）

備考 備考

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限
【OT】

生理学実習

②

生理学Ⅰ①
【OT】

生理学Ⅰ①
1時限

【OT】

生理学Ⅱ②

2時限
【OT】

生理学実習

①

生理学Ⅰ②
【OT】

生理学Ⅰ②
2時限 生理学Ⅱ② 生理学Ⅱ①

【OT】

生理学Ⅱ①

3時限 3時限
生理学実習

②

生理学実習

①

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 生物学① 解剖学Ⅰ②
【OT】

生物学①
1時限 解剖学Ⅱ① 解剖学Ⅱ②

2時限 生物学② 解剖学Ⅰ①
【OT】

生物学②
2時限

解剖学実習

①

解剖学実習

②

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　

1

開

講

／

１

単

位

6

開

講

／

6

単

位

4

開

講

／

4

単

位

五十嵐 広明

10
－－－－－
【科目数】

5
14

6

開

講

／

10

単

位

後　期

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

10

5

開

講

／

9

単

位

6
－－－－－
【科目数】

5

研究日

研究日

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議 会議

研究日陶山 哲夫 研究日

会議 会議

会議

研究日
6.2

開

講

／

8.2

単

位

研究日

研究日

研究日

会議

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

照井 直人

12
－－－－－
【科目数】

6
12

6

開

講

／

6

単

位

田畑 稔

12.2
－－－－－
【科目数】

9
16.2

6

開

講

／

8

単

位

臨地実務実習

1

4

1

2

【資料４】 
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
神経理学療

法評価学①
1時限

2時限
神経理学療

法評価学実

習①
2時限

3時限
神経理学療

法評価学②
3時限

健康寿命の

延伸②（オ）

4時限
神経理学療

法評価学実

習②
4時限

5時限 5時限
健康寿命の

延伸①（オ）

0.2 0.2

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考 備考

1時限
義肢装具学

①

基礎理学療

法概論②
1時限

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
義肢装具学

実習①

基礎理学療

法概論①
2時限

基礎理学療

法評価学①

3時限
義肢装具学

②
3時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ

義肢装具学

実習②
4時限

基礎理学療

法評価学②

5時限 5時限

備考 備考

1.3 8.3

1.1

開

講

／

8.1

単

位

備考

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

1時限

薬理学

(前半)①

公衆衛生学

(後半)①

1時限
【OT】

公衆衛生学

(前半)

内科学②

2時限

薬理学

(前半)②

公衆衛生学

(後半)②

2時限
【OT】

公衆衛生学

(前半)②

内科学①

3時限
【OT】

内科学②
3時限

健康寿命の

延伸②（オ）

4時限
【OT】

内科学①
4時限

【OT】

健康寿命の

延伸①（オ）

5時限 5時限
【OT】

健康寿命の

延伸②（オ）

健康寿命の

延伸①（オ）

研究日

研究日

研究日

検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

評価実習（8単位/1開講　科目責任者）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

会議

3.6

開

講

／

6.6

単

位
会議

研究日

研究日

会議 会議

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

研究日

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

6

開

講

／

6

単

位

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.2

開

講

／

0.2

単

位

6

開

講

／

10

単

位

灰田 信英

4.2
－－－－－
【科目数】

3

6.2

4

開

講

／

6

単

位

14.6

12
－－－－－
【科目数】

8

4

開

講

／

8

単

位

沼田 憲治

佐久間 肇

16

7.6
－－－－－
【科目数】

7

臨地実務実習

5

臨地実務実習臨地実務実習

3

4
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

運動学Ⅰ② 運動学Ⅱ②
運動療法学

総論②

2時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

運動療法学

総論①
運動学Ⅱ①

3時限 運動学Ⅱ② 3時限

4時限 運動学Ⅱ① 4時限 運動学Ⅰ①

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限 5時限

備考 備考

0.6 0.6

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.4

開

講

/

0.4

単

位

備考

1時限
リハビリテー

ション概論

（後半）①
1時限

運動器理学

療法学①

【OT】

リハビリテー

ション概論②

(後半)

2時限
リハビリテー

ション概論

（後半）②
2時限

運動器理学

療法学②

【OT】

リハビリテー

ション概論①

(後半)

3時限
運動器理学

療法評価学

②
3時限

健康寿命の

延伸②（オ）

4時限
運動器理学

療法評価学

①

障害者の社

会参加とス

ポーツの教

育的活用Ⅱ

4時限

5時限 5時限

障害者の社

会参加とス

ポーツの教

育的活用Ⅰ

健康寿命の

延伸①（オ）

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限 ※ 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

物理療法学

実習②

2時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

物理療法学

②

3時限 3時限
物理療法学

①

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限
（PO合同）

チームワー

ク概論(前半)

5時限 5時限
物理療法学

実習①

備考 備考

3.4 18.4

2

開

講

／

16

単

位

備考

1.4

開

講

／

2.4

単

位

備考

研究日

5.2

開

講

／

9.2

単

位
会議

会議

研究日

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

3.6

開

講

／

8

単

位

6.5

開

講

／

9

単

位

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

研究日

研究日

会議

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/9(火)・5/10(水)・5/17(水)   実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27(火)・6/28(水)・7/5（水）実習巡回）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習(2単位/1開講)
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

12
－－－－－
【科目数】

8

12

通

年

4

開

講

／

4

単

位

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

研究日

2

開

講

／

2

単

位

鳥居 昭久

4

開

講

／

7

単

位

岩本 浩二

大矢 暢久

8.5
－－－－－
【科目数】

7

11

11.2
－－－－－
【科目数】

8

18.2

※ 研究日※

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

5

6

7
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 ※ 1時限
基礎理学療

法評価学実

習①

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

3時限 3時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限
基礎理学療

法評価学実

習②

5時限 5時限

備考 備考

2.6 16.6

2

開

講

／

16

単

位

備考

0.6

開

講

／

0.6

単

位

備考

1時限
スポーツ理

学療法学実

習②

スポーツ理

学療法学実

習①
1時限

2時限 2時限
日常生活

活動学実習

①

日常生活

活動学実習

②

3時限 3時限
スポーツ理

学療法学実

習②

4時限 4時限
スポーツ理

学療法学実

習①

5時限 5時限

備考

1

開

講

／

1

単

位

備考

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

1時限 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
運動器理学

療法評価学

実習①
2時限

3時限 3時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限
運動器理学

療法評価学

実習②
4時限

5時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
5時限

備考 備考

1.6 1.6

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

1.4

開

講

/

1.4

単

位

備考

研究日

会議

加藤 剛平

6
－－－－－
【科目数】

5

6

7
－－－－－
【科目数】

3

会議

会議

アスレティックリハビリテーション　3学年後期末に集中講義

研究日 研究日

会議

4

開

講

／

4

単

位

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

見学実習（1単位/1開講）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

研究日

2

開

講

／

2

単

位

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習(0.2単位/0.2開講　実習前後の評価)
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

4

開

講

／

4

単

位

2

開

講

／

2

単

位

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

評価実習（8単位/1開講）
（※5/9(火)・5/10(水)・5/16(火) ・5/17(水) 実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27(火)・6/28(水)・7/4(火) ・7/5（水）  実習巡回）

6
－－－－－
【科目数】

5

6

2

開

講

／

2

単

位

4

開

講

／

4

単

位

7

森本 晃司

武井 圭一

※ ※

研究日

会議

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

8

9

10
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

運動学実習

①

2時限 2時限
運動学実習

②

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

4時限
予防理学療

法
4時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ

地域連携学

(前半)②/

地域連携学

(後半)①

5時限

備考 備考

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限
運動生理学

①
1時限

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
理学療法研

究法②

運動生理学

②

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

3時限
理学療法研

究法①
3時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

備考 備考

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限
生活環境学

(後半)①

高齢者理学

療法学②
1時限

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
生活環境学

(後半)②

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限
高齢者理学

療法学①
4時限

（PO合同）

チームワー

ク概論(前半)

5時限 5時限

備考 備考

2.4 9.4

1

開

講

/

8

単

位

備考

1.4

開

講

/

1.4

単

位

備考

清宮 清美

8
－－－－－
【科目数】

6

8

8.3
－－－－－
【科目数】

8

11.8

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（1単位/1開講　科目責任者）

4.2

開

講

／

4.2

単

位

2

開

講

／

2

単

位

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

研究日

会議

3.3

開

講

／

3.8

単

位

研究日

会議

総合実習(8単位/1開講　科目責任者)

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

富田 義人

4

開

講

／

6

単

位

6

開

講

／

6

単

位

5

開

講

／

8

単

位

田中 直樹

8.2
－－－－－
【科目数】

8

10.2

会議

研究日

研究日

会議

研究日

臨地実務実習

臨地実務実習

11

12

臨地実務実習臨地実務実習

13
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
日常生活

活動学①

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

日常生活

活動学②

2時限
理学療法

研究基礎ゼ

ミナールⅠ
2時限

3時限
スポーツボラ

ンティアⅠ
3時限

在宅医療・介

護の推進①

（オ）

スポーツボラ

ンティアⅡ

4時限
【OT】

スポーツボラ

ンティアⅠ
4時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限
スポーツボラ

ンティアⅡ
5時限

スポーツボラ

ンティアⅠ

【OT】

スポーツボラ

ンティアⅠ

備考 備考

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限
理学療法管

理学Ⅰ

(前半)②
1時限

理学療法管理

学Ⅱ(前半)②

地域理学療法

学(後半)②

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

理学療法管

理学Ⅱ

(前半)

①

2時限
理学療法管

理学Ⅰ

(前半)①
2時限

地域理学療

法学Ⅱ

(後半)①

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

4時限 4時限

5時限 健康科学
【OT】

健康科学
5時限

【OT】

健康科学
健康科学

0.8 0.8

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限 ※ 1時限
在宅医療・介

護の推進②

（オ）

小児理学療

法学②

2時限 2時限
小児理学療

法学①

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

4時限 4時限

5時限 5時限

3.2 18.2

2

開

講

／

16

単

位

備考

1.2

開

講

／

2.2

単

位

備考

2.2
－－－－－
【科目数】

2

4.2

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

会議

16.2

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

12.2
－－－－－
【科目数】

9
18.2

9.2
－－－－－
【科目数】

6

研究日

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/9（水）・5/10(水)・5/11(木)・5/16(火) 実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27（火）・6/28(水)・6/29(木)・7/4（火）・7/5（水）実習巡回）

佐藤 政広

杉山 真理

大塚 幸永

開

講

な

し

5

開

講

／

7

単

位

3

開

講

／

6

単

位

（PO合同）

地域共生の

ための連携

活動Ⅱ

全15回研究日

2.2

開

講

／

4.2

単

位

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（2単位/1開講）

研究日研究日

会議

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

（PO合同）

地域共生の

ための連携

活動Ⅱ

全15回

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

会議

研究日

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

会議

7.2

開

講

／

11.2

単

位

6.2

開

講

／

10.2

単

位

研究日

※ ※ ※

臨地実務実習

臨地実務実習

14

15

臨地実務実習臨地実務実習

16



94 

※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限

2時限 2時限

【OT】

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅠ

3時限

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅡ

3時限

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅠ

4時限 4時限

5時限

【OT】

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅡ

5時限

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限
実務リーダー

のための経営

戦略論②

【OT】

実務リーダー

のための経営

戦略論①

4時限 4時限
実務リーダー

のための経営

戦略論①

【OT】

実務リーダー

のための経営

戦略論②

5時限 5時限

1時限 1時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅰ

①

2時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅱ

①

2時限

3時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅱ

②

【OT】

ICT概論

(前半)
3時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅰ

②

4時限

【OT】

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅱ

ICT概論

(後半)
4時限

【OT】

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅰ

5時限
ICT概論

【PT】前半

【OT】後半
5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限 1時限
神経理学療

法学実習②

神経理学療

法学実習①

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
理学療法

研究基礎ゼ

ミナールⅠ
2時限

神経理学療

法学②

神経理学療

法学①

3時限 3時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

3

開

講

/

3

単

位

備考

2.4 3.4

0.2

開

講

/

0.2

単

位

備考

2.2

開

講

/

3.2

単

位

備考

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

10
－－－－－
【科目数】

7

西澤 達夫 15

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

見学実習（1単位/1開講　科目責任者）
検査・測定実習（2単位/1開講　科目責任者）地
域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

11
－－－－－
【科目数】

8

13

2

開

講

／

2

単

位

6

開

講

/

8

単

位

研究日

会議 会議

5

開

講

／

7

単

位

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施
リハビリテーション医療工学　3学年後期末に集中講義
（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

2

開

講

／

2

単

位

会議

有薗 暢子

4
－－－－－
【科目数】

2

6 講／4単

4

開

講

／

8

単

位

3

開

講

／

6

単

位

会議

研究日

8江幡 真史

開

講

な

し

4
－－－－－
【科目数】

2

大村　優慈

研究日

研究日

会議

研究日

会議

研究日

会議

会議

研究日

17

20

21

臨地実務実習

17
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限 統計学①
【OT】

統計学①

2時限 2時限 統計学②
【OT】

統計学②

3時限
【OT】

統計学序論
3時限

4時限 統計学序論 統計学序論 4時限

5時限
【OT】

統計学序論
5時限

1.6 1.6

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考

1.4

開

講

／

1.4

単

位

備考

1時限 ※ 1時限
地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ①(オ)

2時限 2時限
運動器理学

療法学実習

①

3時限
コーチングの

理論とスポー

ツとの連携Ⅱ
3時限

4時限 4時限
コーチングの

理論とスポー

ツとの連携Ⅰ

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ②（オ）

5時限 5時限
運動器理学

療法学実習

②

備考

2

開

講

/

2

単

位

備考

2.6 16.6

2

開

講

／

16

単

位

備考

0.6

開

講

/

0.6

単

位

備考

1時限 ※ 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

【OT】

（PO合同）

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

全15回
【OT】

（PO合同）

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

全15回

10.8
－－－－－
【科目数】

6

10.6

1

開

講

/

1

単

位

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

研究日

会議

会議

研究日

見学実習（1単位/1開講）
検査・測定実習（2単位/1開講）
地域実習（1単位/1開講）

研究日

研究日

7.8

開

講

／

7.6

単

位

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

開

講

な

し

4

開

講

／

8

単

位

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/10(水)・5/11(木)・5/12(金)・5/17(水)  実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/28(水) ・6/29(木)・6/30（金）・7/5(水)実習巡回）

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/9(火)・5/12(金)   実習巡回）総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/27(火)・6/30(金)  実習巡回）

研究日

評価実習（0.1単位/0.1開講　実習前後の評価）
総合実習（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

有本 邦洋

開

講

な

し

研究日

8
－－－－－
【科目数】

4

16

会議

中村 泰規

0
－－－－－
【科目数】

0

0

4

開

講

／

8

単

位

五嶋 裕子

会議

研究日

会議

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（1単位/1開講）

見学実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
検査・測定実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）
地域実習（0.2単位/0.2開講　実習前後の評価）

会議

※ ※ ※

※ ※

臨地実務実習

臨地実務実習

18

臨地実務実習臨地実務実習

19

20
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※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 ※ 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
実践マーケ

ティング戦略

①
1時限

2時限
実践マーケ

ティング戦略

②
2時限

3時限
経営学

(前半/後半)
3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

宮地 恵美子

5
－－－－－
【科目数】

3

8

0
－－－－－
【科目数】

0

3

開

講

／

6

単

位

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

開

講

な

し

開

講

な

し

会議

研究日

会議

研究日

会議

見学実習（1単位/1開講）
検査・測定実習（2単位/1開講）
地域実習（1単位/1開講）

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

0

開

講

な

し
会議

重國 宏次

評価実習（8単位/1開講）
（※5/8(月)・5/10(水)・5/11(木)・5/12(金)・5/17（水）  実習巡回）
総合実習（8単位/1開講）
（※6/26(月)・6/28(水)・6/29(木)・6/30(金)・7/5(水)   実習巡回）

研究日 ※ ※ ※

臨地実務実習

19

21
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作業療法学科 担当教員別時間割表 

※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 　※（オ）：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
高齢期作業

療法評価学

②

作業療法学

各論①
1時限

2時限
作業療法学

各論②
2時限

3時限
高齢期作業

療法評価学

①
3時限

作業療法評

価学概論①

作業療法評

価学概論②

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
機能解剖学

①
解剖学Ⅰ① 1時限

解剖学実習

①

2時限
機能解剖学

②
解剖学Ⅰ② 2時限

解剖学実習

②

3時限 3時限 解剖学Ⅱ②

4時限 4時限 解剖学Ⅱ①

5時限 5時限

1時限 1時限
【PT】

共生福祉論

②

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ①（オ）

【PT】

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ➀（オ）

2時限 2時限
地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ②（オ）

3時限 3時限
共生福祉論

①

共生福祉論

②

【PT】

共生福祉論

➀

4時限 4時限

【PT】

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ②（オ）

5時限 5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

研究日

会議 会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

柳澤　孝主

8.4
－－－－－
【科目数】

5

14.8

開

講

な

し

研究日

6.4

開

講

／

12.8

単

位

評価実習Ⅰ(0.1単位/0.2開講　実習前後の評価)

評価実習Ⅱ(0.1単位/0.1開講　実習前後の評価)

佐々木　博之

8
－－－－－
【科目数】

4

8

4

開

講

／

4

単

位

研究日

4

開

講

／

4

単

位

研究日

会議 会議

山田　孝

0.5 0.4

0.2

開

講

／

0.2

単

位

備考
総合実習Ⅰ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

総合実習Ⅱ（0.1単位/0.1開講　OSCE担当）

0.3

開

講

／

0.2

単

位

備考

6
－－－－－
【科目数】

3
6

4

開

講

／

4

単

位

研究日

2

開

講

／

2

単

位

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

研究日

会議 会議

3

1

臨地実務実習

1



98 



99 



100 



101 



102 



103 



104 

 

   



105 

 

   



106 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（104 ページ） 

３）臨地実務実習施設との連絡体制 

臨地実務実習施設との連携体制を維持する

ため、大学臨地実務実習担当教員と臨地実務

実習指導者は適時連絡を取り合い、学生指導

及び臨地実務実習全般の調整を行う。臨地実

務実習の実施に当たっては、科目責任者とな

る教員に負担が集中しないよう、教員だけで

なく実習担当職員も配置し巡回指導教員と職

員及び科目責任者が連携し対応する体制を整

える。 

（102 ページ） 

３）臨地実務実習施設との連絡体制 

臨地実務実習施設との連携体制を維持する

ため、大学臨地実務実習担当教員と臨地実務

実習指導者は適時連絡を取り合い、学生指導

及び臨地実務実習全般の調整を行う。 

 

（106 ページ） 

臨地実務実習における課題の検討結果に基

づき、次年度の臨地実務実習を計画すること

により、学修環境や指導体制の改善に繋げる

ことができる。教員に加え実習担当職員を配

置し、大学側と臨地実務実習指導者とが緊密

に連絡をとり、より高い学修効果が得られる

よう臨地実務実習環境を整える。 

 

（103ページ）  

 臨地実務実習における課題の検討結果に基

づき、次年度の臨地実務実習を計画すること

により、学修環境や指導体制の改善に繋げる

ことができる。さらに大学側と臨地実務実習

指導者とが緊密に連絡をとり、より高い学修

効果が得られるよう臨地実務実習環境を整え

る。 

（136 ページ） 

３）臨地実務実習施設との連絡体制 

臨地実務実習施設との連携体制を維持する

ため、大学臨地実務実習担当教員と臨地実務

実習指導者は適時連絡を取り合い、学生指導

及び臨地実務実習全般の調整を行う。臨地実

務実習の実施に当たっては、科目責任者とな

る教員に負担が集中しないよう、教員だけで

なく実習担当職員も配置し巡回指導教員と職

員及び科目責任者が連携し対応する体制を整

える。 

 

（137 ページ） 

臨地実務実習指導者会議で臨地実務実習の

課題を検討し、次年度の臨地実務実習を計画

することにより、学修環境や指導体制の改善

に繋げることができる。また、教員に加え実

習担当職員を配置し、大学側と臨地実務実習

指導者とが緊密に連絡をとり、より高い学修

効果が得られるよう臨地実務実習環境を整え

る。 

（131 ページ） 

３）臨地実務実習施設との連絡体制 

 臨地実務実習施設との連携体制を維持する

ため、大学臨地実務実習担当教員と臨地実務

実習指導者は適時連絡を取り合い、学生指導

及び臨地実務実習全般の調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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リハビリテーション学部

【審査意見以外の対応】

【基礎科目の履修条件について】 

基礎科目の必修科目と選択の修正。 

（対応） 

理学療法士・作業療法士の専門性を考慮し、専門職大学としての高度な学修を行ううえで

必要十分な科目となっているか、再度、基礎科目内の履修条件について検討を行った。 

その結果、理学療法士・作業療法士に関連する科学的・技術的知識をリテラシーとして学

ぶべきと考え、選択科目としていた「生物学」は基礎医学を学ぶ上で、「物理学」は身体運

動を理解する上でそれぞれ必要な科目であると判断し、必修科目へ変更した。これら 2科目

を必修科目へ変更することで合計必修単位数が増えるが、学生の選択の余地を確保する必

要があると考え、必修科目であった「リーダーシップ論」を選択科目へ変更した。そのため

基礎科目の必修単位数は、13から 16となった。 

（新旧対照表）教育課程の概要 

新 旧 

理学療法学科 

【基礎科目】 

＜組織＞ 

リーダーシップ論 1前 選択

＜科学＞ 

物理学 1後 必修 

生物学 1前 必修 

単位数：必修 16・選択 30 

作業療法学科 

【基礎科目】 

＜組織＞ 

リーダーシップ論 1前 選択

＜科学＞ 

生物学 1前 必修 

物理学 1後 必修 

単位数：必修 16・選択 30 

理学療法学科 

【基礎科目】 

＜組織＞ 

リーダーシップ論 1前 必修

＜科学＞ 

物理学 1前/後 選択 

生物学 1前/後 選択 

単位数：必修 13・選択 33 

作業療法学科 

【基礎科目】 

＜組織＞ 

リーダーシップ論 1前 必修

＜科学＞ 

生物学 1前/後 選択 

物理学 1前/後 選択 

単位数：必修 13・選択 33 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査意見への対応を記載した書類（９月） 

リハビリテーション学部 

理学療法学科 

作業療法学科 

 

  



 

 

審査意見への対応を記載した書類（９月） 

リハビリテーション学部 

理学療法学科 作業療法学科 

 

目  次 

 

 

１．【第一次審査意見５の回答について】 ............................................................................. 1 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 
客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後

で行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 
（１）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が改められ、５つの臨地実務実習のう

ち、「検査・測定実習」、「評価実習」、「総合実習」の各実習の前後で当該試験を行うことと

されたが負担が過度となることから、効率的・効果的に評価する観点から、例えば、より実

践的な臨地実務実習の前と最終の臨地実務実習の後に当該試験を行うよう実施方法を検討す

ること。 .................................................................................................................................... 1 
（２）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施内容として、課題ごとのステーション数、工

程表、評価方法等を具体的に説明すること。 ........................................................................ 12 
（３）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法を見直した場合は、シラバスに明記する

こと。 ...................................................................................................................................... 57 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

１．【第一次審査意見５の回答について】 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 

客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後で

行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 

（１）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が改められ、５つの臨地実務実習のうち、

「検査・測定実習」、「評価実習」、「総合実習」の各実習の前後で当該試験を行うこととされ

たが負担が過度となることから、効率的・効果的に評価する観点から、例えば、より実践的

な臨地実務実習の前と最終の臨地実務実習の後に当該試験を行うよう実施方法を検討する

こと。 

（対応） 

審査意見を受け、臨地実務実習の各学科の評価の考え方を再検討し、客観的臨床試験（Ｏ

ＳＣＥ）（以下、「ＯＳＣＥ」と呼ぶ）の実施時期を以下のように改めた。 

 

両学科とも、「総合実習」は理学療法及び作業療法全般に関係する内容（面接、評価、目

標設定、療法計画の作成と実施、再評価、今後の方針という一連の流れ）を体験する科目で

あり、指摘にある「より実践的な臨地実務実習」に該当すると位置付け、ＯＳＣＥの実施回

数と科目を見直し、臨地実務実習のうち、「総合実習」の開始前と終了後のみの実施に変更

した。 

 

なお、総合実習以外の臨地実務実習は、理学療法・作業療法の全般的な内容ではなく、特

定の基本的な内容を体験する科目であるため、各課題を実践形式の一連の流れで行うＯＳ

ＣＥではなく、それらの内容に即した技術・態度を確認する方法で評価する方が適している

と判断した。患者に直接触れて対応する臨地実務実習は、学生が実習に参加するレベルに達

しているかを評価する必要があると考え、総合実習以外の臨地実務実習の前に、患者対応や

リスク管理等を含めた実技試験を行うこととした。 

 

①臨地実務実習の各学科の評価の考え方と方法 

 指定規則では各実習科目の前後で評価を行うことが定められているため、各学科での評

価を以下のとおりに設定した。 

 

【理学療法学科】 

 効率的・効果的に評価する観点から、評価の考え方と実施時期を「図表 １ 再補正時

の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（前回の考え方）」から「図表 ２ 再々補

正時の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今回の考え方）」に変更した。 
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図表 １ 再補正時の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（前回の考え方） 

 検査・測定実習 評価実習 総合実習 

履修条件： 

【知識】の確認 

 2年次までに配

置されている必修

科目（基礎科目・

職業専門科目）を

履修しているこ

と。 

 3年次までに配

置されている必修

科目（基礎科目・

職業専門科目）を

履修しているこ

と。 

 3年次までに配置され

ている必修科目（基礎科

目・職業専門科目）を履

修していること。 

 

実習前： 

【技術】

【態度】 

の確認 

評価方法 ＯＳＣＥ ＯＳＣＥ ＯＳＣＥ 

内容  基礎理学療法評

価学・基礎理学療

法評価学実習の内

容から出題。 

 運動器・神経・

内部障害理学療法

評価学及び実習の

内容から出題。 

 理学療法全般の内容か

ら出題。 

 

 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び内容 
【知識】 

・実習記録 

 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 

 

図表 ２ 再々補正時の各科目の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今回の考え方） 

 検査・測定実習 評価実習 総合実習 

履修条件： 

【知識】の確認 

 2年次までに配置

されている必修科

目（職業専門科目）

を履修しているこ

と。 

 

 3年次までに配置

されている必修科

目（職業専門科目）

を履修しているこ

と。 

 

 3年次までに配置されて

いる必修科目（職業専門科

目）を履修していること。 

 

・筆記試験 

実習前： 

【技術】

【態度】 

の確認 

評価方法 実技試験 実技試験 ＯＳＣＥ 

内容 

基礎理学療法評価

学・基礎理学療法評

価学実習の内容か

ら出題。 

 

運動器・神経・内部

障害理学療法評価

学及び実習の内容

から出題。 

 

４領域 

①検査・測定の評価・介入 

②内部障害疾患の評価・介

入 

③運動器疾患の評価・介入 

④中枢神経疾患の評価・介

入 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び内容 
【知識】 

・学内課題発表 

 

 

【技術】【態度】 

・実技試験 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・実技試験 

【知識】 

・学内課題発表 

・症例報告会 

 

【技術】【態度】 

・ＯＳＣＥ 
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【作業療法学科】 

 評価の考え方と実施時期を、「図表 ３ 再補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期

（前回の考え方）」から「図表 ４ 再々補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今

回の考え方）」に変更した。 

 

図表 ３ 再補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（前回の考え方） 

 評価実習Ⅰ 評価実習Ⅱ 総合実習Ⅰ 総合実習Ⅱ 

履修条件： 

【知識】の確認 
 2年次末までに配置されてい

る必修科目（基礎科目・職業専門

科目）を履修していること。 

 3年次末までに配置されている

必修科目（基礎科目・職業専門科

目）を履修していること。 

実習前： 

【技術】

【態度】 

の確認 

評価方法 ＯＳＣＥ（Ⅰ・Ⅱ一緒に実施） ＯＳＣＥ ＯＳＣＥ 

評価内容 
評価学の全ての内容から出題。 治療学の全ての内容から出題。 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び内容 振返りとまと

め（実習内容報

告会） 

振返りとまと

め（実習内容報

告会） 

振返りとまとめ

（実習内容報告

会） 

振返りとまとめ

（実習内容報告

会） 

 

図表 ４ 再々補正時の評価の考え方とＯＳＣＥ実施時期（今回の考え方） 

 評価実習Ⅰ 評価実習Ⅱ 総合実習Ⅰ 総合実習Ⅱ 

履修条件： 

【知識】の確認 
 2年次末までに配置されてい

る必修科目（職業専門科目）を

履修していること。 

 

 3年次末までに配置されてい

る必修科目（職業専門科目）を履

修していること。 

・筆記試験 

実習前： 

【技術】

【態度】

の確認 

評価方法 実技試験 ＯＳＣＥ 

内容 
 評価学の中から「身体障害」に

重きを置いた内容で実施。（その

他、高次脳機能障害・ＡＤＬ・面

接） 

 

以下の4領域から課題を設定。 

①身体障害の評価・介入 

②高次脳機能障害の評価・介入 

③基本動作の評価・介入 

④ＡＤＬの評価・介入 

実習後： 

【知識】 

【技術】 

【態度】 

の確認 

評価方法

及び 

内容 

・学内課題発表 

 

・症例報告会 

 

 

・学内課題発表 

 

・症例報告会 

 

 

・学内課題発表

（口頭発表） 

・症例報告会 

・学内課題発表

（口頭発表） 

・症例報告会 

ＯＳＣＥ 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（98ページ） 

②臨地実務実習前の準備 

履修前に実施する実技試験に合格している

ことを「検査・測定実習」「評価実習」の、OSCE

に合格していることを「総合実習」の履修に

おける前提条件とする。 

（98ページ） 

②臨地実務実習前の準備 

 履修前に実施するOSCEに合格していること

を、「検査・測定実習」「評価実習」「総合実習」

の履修における前提条件とする。 

（99ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCE を導入する。導入に当たっ

ては効率的・効果的に評価する観点から、導

入科目を理学療法全般に関係する内容（面接、

評価、目標設定、療法計画の作成と実施、再

評価、今後の方針という一連の流れ）を体験

する科目でありより実践的な臨地実務実習で

ある「総合実習」とし、「総合実習」の前後で

OSCEを実施することとした。 

（99ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

 本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCE を導入する。この OSCE は、

イギリスの Harden らにより開発された臨床

能力を客観的に評価するための構造化された

試験で、本邦においても既に医師養成課程に

おける医学教育において広く汎用されてい

る。 

（109 ページ） 

２）検査・測定実習 

臨地実務実習前オリエンテーション（削除）を実施し、

実技試験により基礎理学療法学評価学及び実習の習熟度を

評価する。 

臨地実務実習後、実技試験を実施し、基礎理学療法評価

学及び実習の習熟度を評価した上で、学内課題発表の場で

ある実習報告会で、学習内容を担当教員と振り返り、実習

内容を発表する。 

 

 

（削除） 

 

 

 

2年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を

履修していること 

臨地実務実習前OSCEは実施しない。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とし

た上で、①実技試験の結果、②症例報告書、③実習記録、

④学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務

実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行

う。 
 

（107 ページ） 

２）検査・測定実習 

 臨地実務実習前オリエンテーション及び OSCE を実施し、基

礎理学療法学評価学及び実習の習熟度を評価する。 

 

 臨地実務実習後、OSCE を実施し、基礎理学療法評価学及び

実習の習熟度を評価した上で、実習後、実習報告会で、学習内

容を担当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

 

 実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門科

目）の単位を、全て修得していること。 

 ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、修

得見込みであることを条件とする。 

 また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

（追加） 

 

 基礎理学療法評価学・基礎理学療法評価学実習での修得内

容について臨地実務実習前オリエンテーション及び臨地実務 

実習前 OSCEを実施する。 

 臨地実務評価実習実施後 0SCEを実施し、基礎理学療法評価

学及び実習の習熟度を把握する。 

 学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教員

の同行はしない。 

 決められた実習日数の 4/5 以上の出席を評価の要件とした

上で、①OSCE結果、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発

表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の意

見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 
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（110ページ） 

３）評価実習 

実習の

目的を

達成す

るため

の実習

の具体

的内容 

臨地実務実習指導者の指示により理学療法評

価を幅広く体験し（クラークシップ形式）、理

学療法士に求められる知識、技術の適応方法を

学修する。併せて実際に行った理学療法評価か

ら症例の生活機能を考察し、プログラムの立

案、理学療法の実施までの流れを理解する。 

・評価実習前に行う実技試験 

・担当症例に対する情報収集、評価計画の立案 

・理学療法評価体験等  

・基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・担当症例等へ初期評価、治療計画、目標作成 

・担当症例等への理学療法補助体験 担当症例

初期評価振り返り  

・担当症例への理学療法再評価実施  

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症

例等への理学療法補助体験 

・評価実習振り返り（実習施設内） 

・評価実習後に行う実技試験 
 

（108 ページ） 

３）評価実習 

実習の

目的を

達成す

るため

の実習

の具体

的内容 

臨地実務実習指導者の指示により理学療法評

価を幅広く体験し（クラークシップ形式）、理

学療法士に求められる知識、技術の適応方法を

学修する。併せて実際に行った理学療法評価か

ら症例の生活機能を考察し、プログラムの立

案、理学療法の実施までの流れを理解する。 

・評価実習前OSCE評価 

・担当症例に対する情報収集、評価計画の立案 

・理学療法評価体験等  

・基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

・担当症例等へ初期評価、治療計画、目標作成 

・担当症例等への理学療法補助体験 担当症例

初期評価振り返り  

・担当症例への理学療法再評価実施  

・担当症例への理学療法最終評価実施 担当症

例等への理学療法補助体験 

・評価実習振り返り（実習施設内） 

・評価実習後OSCE評価 
 

（111 ページ） 

具体的な知識・技能の修得状況について、実技試験、実

習記録・評価表によって評価する。 

実習前オリエンテーション及び実技試験を実施する。 

運動器/神経/内科理学療法評価学及び同実習における習

熟度について客観評価を行う。 

臨地実務実習後、実技試験を実施し、運動器・神経・内

部障害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、

臨地実務実習後学内セミナーで学修内容を担当教員と振り

返り、実習内容を発表する。 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

3年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を

履修していること 

OSCEは実施しない。実習前と実習後に実技試験を実施

し、運動器・神経・内部障害理学療法評価学及び実習の習

熟度を評価した上で、実習後、学内セミナーで、学修内容

を担当教員と振り返り、実習内容を発表する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とした

上で、①実技試験の結果、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行

う。 
 

（108 ページ） 

上記、具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、

実習記録・評価表によって評価する。 

実習前オリエンテーション及びOSCEを実施する。 

運動器/神経/内科理学療法評価学及び同実習における習

熟度について客観評価を行う。 

臨地実務実習後、OSCEを実施し、運動器・神経・内部障

害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、臨地

実務実習後学内セミナーで学修内容を担当教員と振り返

り、実習内容を発表する。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、 

全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

（追加） 

 

実習前と実習後は、OSCEを実施し、運動器・神経・内部

障害理学療法評価学及び実習の習熟度を評価した上で、実

習後、学内セミナーで、学修内容を担当教員と振り返り、

実習内容を発表する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とし

た上で、①OSCE結果、②症例報告書、③実習記録、④学内

症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指

導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 
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（112 ページ） 

４）総合実習 

具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、筆記試

験、実習記録・評価表によって評価する。 

臨地実務実習前オリエンテーションとして臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

実習前にOSCEを実施し、理学療法専門科目とその実習に

おける総合的な習熟度を評価する。 

知識の確認のため、筆記試験を行う。 

実習後にOSCEを実施し、習熟度を計る。 

理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を

評価した上で、実習後、学内セミナーで、学修内容を担当

教員と振り返り、実習内容を発表する。 

 

 

（削除） 

 

3年次までに配置されている必修科目（職業専門科目）を履

修していること 

事前評価として実施するOSCE及び筆記試験に合格してい

ること。 

理学療法全般の内容について臨地実務実習前オリエンテ

ーション及び臨地実務実習前にOSCEを実施する。 

臨地実務実習後0SCEを実施し、総合実習における理学療

法習熟度を把握する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とした

上で、①OSCE結果、②筆記試験、③症例報告書、④実習記

録、⑤学内症例発表及び⑥実習評価表の内容に基づく臨地

実務実習指導者の意見を総合して、評価判定会議にて評価

を行う。 
 

（110 ページ） 

４）総合実習 

具体的な知識・技能の修得状況について、OSCE、実習記

録・評価表によって評価する。 

臨地実務実習前オリエンテーションとして臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

OSCEを実施し、理学療法専門科目とその実習における総

合的な習熟度を評価する。 

（追加） 

実習後、OSCEを実施し、習熟度の向上を計る。 

理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を

評価した上で、実習後、学内セミナーで、学修内容を担当

教員と振り返り、実習内容を発表する。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

（追加） 

 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

理学療法全般の内容について臨地実務実習前オリエンテ

ーション及び臨地実務実習前OSCEを実施する。 

臨地実務実習後0SCEを実施し、総合実習における理学療

法習熟度を把握する。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。原則、本学教

員の同行はしない。 

決められた実習日数の4/5以上の出席を評価の要件とし

た上で、①OSCE結果、②症例報告書、③実習記録、④学内症

例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導

者の意見を総合して、評価判定会議にて評価を行う。 

 

（115 ページ） 

５）地域実習 

実習前の

必要履修

科目 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

3年次までに配置されている必修科目（職

業専門科目）を履修していること。 
 

（113 ページ） 

５）地域実習 

実習前の

必要履修

科目 

実習前に配置されている必修科目（基礎科

目・職業専門科目）の単位を、全て修得して

いること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修して

いる科目は、修得見込みであることを条件と

する。 

また、事前評価として実施する客観的臨床

能力試験（OSCE）に合格していること。 

 

（追加） 
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１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

学科教員は、評価表による成績評価のほか、

OSCE、実技試験、筆記試験、学生の実習記録、

症例報告書、症例報告会での報告内容、口頭

試問をもとに評価を行う。 

 

（116 ページ） 

３）成績評価の項目 

検査・

測定実

習 

実習前後実技試験 40％ 

学内課題発表20％（実習内容（記録方法含む）

を確認、また自己学修内容を踏まえて総合的に

評価） 

施設評価40％（実習指導者評価より判定） 

評価実

習 

実習前後実技試験 40％ 

学内の課題発表・症例報告会20％（実習課題の

発表、症例検討会） 

実習施設の評価40％（臨地実務実習指導者によ

る評価） 

総合実

習 

筆記試験及び実習前後OSCE 30％（客観的に臨

床能力を判定） 

学内の課題発表30％（実習課題の発表、症例検

討会） 

実習先施設の評定40％（臨地実務実習指導者に

よる評価） 
 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

 学科教員は、評価表による成績評価のほか、

OSCE、学生の実習記録、症例報告書、症例報告

会での報告内容、口頭試問をもとに評価を行

う。 

 

（114 ページ） 

３）成績評価の項目 

検査・

測定実

習 

実習前後OSCE 40％（客観的に臨床能力を判

定） 

実習記録20％（実習内容を確認、また自己学

修内容を踏まえて総合的に評価） 

施設評価40％（実習指導者評価より判定） 

評価実

習 

実習前後OSCE 40％（客観的に臨床能力を判

定） 

学内の課題発表20％（実習課題の発表、症例

検討会） 

実習施設の評価40％（臨地実務実習指導者に

よる評価） 

総合実

習 

実習前後OSCE 30％（客観的に臨床能力を判

定） 

学内の課題発表30％（実習課題の発表、症例

検討会） 

実習先施設の評定40％（臨地実務実習指導者

による評価） 
 

（128 ページ） 

さらに、総合実習Ⅰ・Ⅱに臨む際には学内

での実技試験として「客観的臨床能力試験：

OSCE」を位置づけて 

 

（126 ページ） 

 さらに、臨地実務実習に臨む際には学内で

の実技試験として「客観的臨床能力試験：

OSCE」を位置づけて、 

（129 ページ） 

履修前に実施する実技試験に合格している

ことを「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」の履修

における前提条件とする。 

 

「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」では、学外実

習の前の評価として「客観的臨床能力試験：

OSCE」を実施し、学内で修得した内容の実践

的かつ応用的な能力の総合的な評価と振り返

り指導による向上を期待する。OSCEに合格し

ていることを「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」の

履修における前提条件とする。 

（127 ページ） 

 「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」

「総合実習Ⅱ」では、学外実習の前の評価とし

て「客観的臨床能力試験：OSCE」を実施し、学

内で修得した内容の実践的かつ応用的な能力

の総合的な評価と振り返り指導による向上を

期待する。履修前に実施する OSCEに合格して

いることを、「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総

合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」の履修における前提

条件とする。 

 

 

（131 ページ～132 ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

（129 ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

 本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬
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症例を通した OSCE を導入する。導入に当たっ

ては効率的・効果的に評価する観点から、導

入科目を理学療法全般に関係する内容（面接、

評価、目標設定、療法計画の作成と実施、再

評価、今後の方針という一連の流れ）を体験

する科目でありより実践的な臨地実務実習で

ある「総合実習Ⅰ・Ⅱ」とし、「総合実習Ⅰ・

Ⅱ」の前後で OSCE を実施することとした。 

 

症例を通した OSCE を導入する。この OSCE は、

イギリスの Harden らにより開発された臨床

能力を客観的に評価するための構造化された

試験で、本邦においても既に医師養成課程に

おける医学教育において広く汎用されてい

る。 

 

 

（141 ページ） 

３）評価実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前

評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について、振り返りを行い、報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

 

 

（削除） 

 

 

 

2年次末までに配置されている必修科目（職業専門科

目）を履修していること。また、事前評価として実施する

実技試験に合格していること。 

OSCEは実施しない。 

 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実技試験、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発

表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の

意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員による

評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

（137 ページ） 

３）評価実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について、振り返りを行い、報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

 

（追加） 

 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全

教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

（142 ページ） 

４）評価実習Ⅱ 

（138 ページ） 

４）評価実習Ⅱ 
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実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前

評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について振り返りを行い、実習報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

 

 

 

（削除） 

 

 

2年次末までに配置されている必修科目（職業専門科

目）を履修していること。また、事前評価として実施する

実技試験に合格していること。 

 

OSCEは実施しない。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実技試験、②症例報告書、③実習記録、④学内症例発

表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指導者の

意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員による

評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

評価学のすべての科目を修得していることを前提に、

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価計画について振り返りを行い、実習報告会を実施す

る。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格していること。 

 

（追加） 

 

 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全

教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 
 

（144 ページ） 

５）総合実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）

を履修していることを前提に、「事前評価」としてOSCEを

実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行

う。 

実習終了後にOSCEを実施し、実習記録及び実習報告書を

提出させる。実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施

設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。各学生の実習において問題となった課題

については、教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に

向け助言・指導を行う。 

（140 ページ） 

５）総合実習Ⅰ 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習

の目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全

管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、実習の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実

務実習実施に際して必要な手続き等について指導を行う。 

治療学及び治療学実習のすべての科目を修得しているこ

とを前提に、「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試

験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認

を行う。 

実習終了後に、実習記録及び実習報告書を提出させる。

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を

学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深め

る。各学生の実習において問題となった課題については、

教員が学生と面談で振り返りを行い、改善に向け助言・指

導を行う。 
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（削除） 

 

 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）を

履修していること及び筆記試験に合格していること。 

また、事前評価として実施するOSCEに合格すること。 

「事前評価」としてOSCEを実施し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実習前後のOSCE、②筆記試験、③症例報告書、④実習

記録、⑤学内症例発表、及び⑥実習評価表の内容に基づく

臨地実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心

とした、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行

う。 
 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門

科目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、

修得見込みであることを条件とする。 

（追加） 

 

また、事前評価として実施するOSCEに合格すること。 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④

学内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実

習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全

教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

 
 

（145 ページ） 

６）総合実習Ⅱ 
 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の

目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理

を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、実習

の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施

に際して必要な手続き等について指導を行う。 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）

を履修していることを前提に、「事前評価」としてOSCEを実

施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

 

実習終了後に、「臨地実務実習後の評価」実習記録及び実

習報告書を提出させる。実習内容の報告会を実施し、異なる

対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士として

の知見や理解を深める。各学生の実習において問題となった

課題については、教員が学生と面談で振り返りを行い、改善

に向け助言・指導を行う。 

 

 

（削除） 

 

3年次末までに配置されている必修科目（職業専門科目）

を履修していること及び筆記試験に合格していること。 

また、事前評価として実施するOSCEに合格すること。 

 実習前後にOSCEを実施し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀実習前後のOSCE、②筆記試験、③症例報告書、④実習記

録、⑤学内症例発表、及び⑥実習評価表の内容に基づく臨地

実務実習指導者の意見を総合して、科目責任者を中心とし

た、全教員による評価判定会議にて、成績評価を行う。 

（141 ページ） 

６）総合実習Ⅱ 
 

実習前にオリエンテーションを実施する。臨地実務実習の

目的と意義、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理

を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、実習

の到達目標と課題、臨地実務実習の評価、臨地実務実習実施

に際して必要な手続き等について指導を行う。 

治療学及び治療学実習のすべての科目を修得していること

を前提に、「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）

を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行

う。 

実習終了後に、「臨地実務実習後の評価」として実習記録

及び実習報告書を提出させる。実習内容の報告会を実施し、

異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士

としての知見や理解を深める。各学生の実習において問題と

なった課題については、教員が学生と面談で振り返りを行

い、改善に向け助言・指導を行う。 

実習前に配置されている必修科目（基礎科目・職業専門科

目）の単位を、全て修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修している科目は、修

得見込みであることを条件とする。 

（追加） 

 

また、事前評価として実施する客観的臨床能力試験

（OSCE）に合格すること。 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床能力試験）を実施

し、技術確認を行う。 

学生と実習指導者との比率２：１を遵守。 

原則、本学教員の同行はしない。 

➀臨地実務実習前OSCE、②症例報告書、③実習記録、④学

内症例発表及び⑤実習評価表の内容に基づく臨地実務実習指

導者の意見を総合して、科目責任者を中心とした、全教員に

よる評価判定会議にて、成績評価を行う。 
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（147 ページ） 

７）地域実習 

実習前の必

要履修科目 

 

 

（削除） 

 

 

 

3年次末までに配置されている必修科目

（職業専門科目）を履修していること。 

 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

（中略） 

 

学科教員は、評価表による成績評価のほ

か、実技試験、筆記試験、OSCE、学生の実習

記録、症例報告書、症例報告会での報告内

容、口頭試問をもとに評価を行う。 

 
 

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 

臨地実務実習施設での実習記録 

学内教員による質疑応答（口頭試験） 

筆記試験 

実技試験 

臨地実務実習前の OSCE 

臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振

り返り） 

臨地実務実習の症例報告発表 

本学到達目標への自己課題評価 

（143 ページ） 

７）地域実習 

実習前の必

要履修科目 

実習前に配置されている必修科目（基礎

科目・職業専門科目）の単位を、全て修得

していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履修し

ている科目は、修得見込みであることを条

件とする。 

（追加） 

 

 

１）各施設の指導者と大学側の指導者との評

価方法・連携 

 

（中略） 

 

 学科教員は、評価表による成績評価のほ

か、OSCE、学生の実習記録、症例報告書、症

例報告会での報告内容、口頭試問をもとに評

価を行う。 

 

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 
臨地実務実習施設での実習記録 
学内教員による質疑応答（口頭試験） 
臨地実務実習前のOSCE 
臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振り

返り） 
臨地実務実習の症例報告発表 
本学到達目標への自己課題評価 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

１．【第一次審査意見５の回答について】 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 

客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後で

行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 

（２）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施内容として、課題ごとのステーション数、工程

表、評価方法等を具体的に説明すること。 

（対応） 

 指摘を受け、（１）で対応した臨地実務実習の各学科の評価の考え方に基づき、ＯＳＣ

Ｅの実施内容を具体的に検討し、以下のように設定した。 

 

 本学部では、客観的臨床試験（ＯＳＣＥ、以下「ＯＳＣＥ」と呼ぶ）の実施を総合実習

前及び総合実習後のみに変更する。 

 ＯＳＣＥの実施方法等は、課題を設定する領域内容を除き、理学療法学科・作業療法学

科ともに共通とした。 

 

【ＯＳＣＥの実施概要（学部共通）】 

1. 実施時期：総合実習の前後 

2. 対象学生数：各学科80名 

3. 実施要領 
 各学科共通に４課題を設定する。 
 1 日 2 課題ずつ、2 日間に分けて実施する。 
 全体を 40 人ずつ２グループに分け、各グループ 2 人一組とし 20 組に編成する。 
 1 課題に要する時間は、試験時間が 5 分、試験後の個別フィードバックを 2 分、移

動を 1 分、合計 8 分とする。 
4. 課題ごとのステーション数 

 同時に 2 組が受験できるよう各課題にそれぞれ 2 つのステーションを設置し、全

体で４ステーションを設置する。 
5. 評価方法 

態度及び技能をそれぞれ 3段階で評価する。 

評価者は課題ごとに採点基準に従って採点する。2名の評価者の採点結果を平均し、各

課題で 60％以上得点することを合格の条件とする。得点が 60％未満の課題があった学生

には、指導を行ったうえで再評価を行う。 

課題ごとの「評価シート（例）」を【資料 １】 ＯＳＣＥ 評価シート（例）に例示
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した。試験に課す各課題により評価項目の内容・詳細は異なるため、想定課題例での評価

シート（例）として作成したものである。そのため実際の運用時に評価項目の内容に変更

が生じる場合がある。 

 

6. 教員配置 

各ステーションに模擬患者 1 名、評価者 2 名を配置する。模擬患者及び評価者は教員

とする。 

ＯＳＣＥが適切に運用されるよう進行を管理するタイムキーパー1名、学生控室の監督

各 1名、全ステーションの総括者 1名（教員）を配置、必要教職員数は各学科共に合計 16

名である。 

 

図表 ５ 教員配置 
（単位：人） 

 
役割 

理学療法学科 作業療法学科 
人数 合計人数 人数 合計人数 

各ステーション 
模擬患者 1 4 1 4 
評価者 2 8 2 8 

共通 

タイムキーパー 1 1 1 1 
学生控室① 監督 1 1 1 1 
学生控室② 監督 1 1 1 1 
総括者 1 1 1 1 

合計  16  16 
 

7. オリエンテーション 

ＯＳＣＥの実施前にオリエンテーションを実施し、事前に複数の課題を提示し、指導す

る。学生は事前に提示された課題に対する準備を行い、ＯＳＣＥに臨む。 

 

8. 学生の動き方 
 学生は集合時間に学生控室に入室し、ＯＳＣＥの受験方法について説明を受ける。 
 80 名を２グループに分け、2 名を一組とする。一組が 2 つのステーションで同時

に同一課題を受験する。 
 1 つの課題終了後、タイムキーパーの合図に従い次のステーションに移動する。 
 一組の試験終了後、次の組の試験を開始する。 
 試験が終わった学生は、待機中の学生と接触や情報交換ができないよう動線等に

配慮する。 
ＯＳＣＥの実施手順（工程表）及びタイムテーブルを【図表 ６ 実施手順（工程表）】
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【図表 ７ タイムテーブル（例）：1日目】【図表 ８ タイムテーブル（例）：2日目】

に示す。 

 

【ＯＳＣＥの課題（学科別）】 

 

＜理学療法学科＞ 

 理学療法学科では、「検査・測定の評価・介入」「内部障害疾患の評価・介入」「運動

器疾患の評価・介入」「中枢神経疾患の評価・介入」の4課題とする。 

 それぞれの課題に2ステーションを設定する。 

 

 課題 ステーション数 

1日目 
検査・測定の評価・介入 2 
内部障害疾患の評価・介入 2 

2日目 
運動器疾患の評価・介入 2 
中枢神経疾患の評価・介入 2 

 

＜作業療法学科＞ 

 作業療法学科では、「身体障害の評価・介入」「高次脳機能障害の評価・介入」「基本

動作の評価・介入」「ＡＤＬの評価・介入」の4課題とする。 

 それぞれの課題に2ステーションを設定する。 

 

 課題 ステーション数 

1日目 
身体障害の評価・介入 2 
高次脳機能障害の評価・介入 2 

2日目 
基本動作の評価・介入 2 
ＡＤＬの評価・介入 2 
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【実施手順（工程表）】 

 実施手順（工程表）は各学科共通に設定する。 

 

図表 ６ 実施手順（工程表） 

 総括者 
監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

試験 

開始前 

 進行の調

整、体調不良

の学生対応

など緊急事

態への対応。 

 学生の出席

確認、予定時

間に対象学

生を、待機場

所への移動

を促す。 

廊下に学生が

待機していること

を確認する。学生

が待機していない

場合は、総括者に

連絡し、学生を呼

び出す。 

 時間までに学生

控室へ入室。学生

は、監督者の指示

に従い控室から廊

下へ移動。 

開始時間までに担

当するステーションに

入室する。 

 廊下の椅子に着

席し待機。 

 

時間 

(分：秒) 
総括者 

監督 

(学生控室) 
タイムキーパー 学生 評価者 

模擬 

患者 

0:00 

～ 

  

タイムテーブル

に示された試験開

始時間に、廊下で

待機している学生

を各ステーション

に入室させる。 

タイムキーパ

ーの合図で入

室し、評価者に

名前を告げる。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

0:30   

学生に対して

「問題を読んでくだ

さい」とアナウンス

をする。 

「問題を読ん

でください」のア

ナウンスで問題

を読み始める。 

 

設定

された

位置に

つく。 

0：30 

～ 

  （試験開始の案内

を行う） 
（実技開始） 

課題の進

行に合わせて

評価シートに

リアルタイム

に記入してい

く。 

患者

役にな

る。 

4:30   
「残り 1 分です」

とアナウンスす

る。 

解答中   

5:30   

「試験を終了し

ます。これよりフィ

ードバックです」と

アナウンスする。 

フィードバック

を受ける。 

フィードバッ

ク開始。 

患者

役終了 

7:30   

「終了します、す

みやかに退室して

ください」とアナウ

ンスする。 

途中であって

も終了し、退室

する。 

評価シート

の学生氏名を

確認する。 

 

8:00   

次の課題前の

廊下に移動し、椅

子に着席するよう

に指示する。 

次の課題前

の廊下に移動

し、椅子に着席

する。２課題終

了後、学生控室

に移動する。 
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【タイムテーブル】  

 以下のタイプテーブル（例）では、1学科80名をAグループ40名、Bグループ40名の2グル

ープに分け、それぞれのグループをさらに2名1組で20組とした場合を表示した。Aグルー

プはA1からA20 までの20組、BグループはB１からB20までの20組である。 

例） A1-1：Aグループ 1組目の 1人目、A1-2：Aグループ 1組目の 2人目 

 

図表 ７ タイムテーブル（例）：1日目 

課題 
 
 

時間 

ステーション１ 
理学療法：検査・測定の評価・介入 
作業療法：身体障害の評価・介入 

ステーション２ 
理学療法：内部障害疾患の評価・介入 
作業療法：高次脳機能障害の評価・介入 

１ステーション ２ステーション １ステーション ２ステーション 

12:00 Ａ1-1 Ａ1-2 Ｂ1-1 Ｂ1-2 
12:08 Ｂ1-1 Ｂ1-2 Ａ1-1 Ａ1-2 
12:16 Ａ2-1 Ａ2-2 Ｂ2-1 Ｂ2-2 
12:24 Ｂ2-1 Ｂ2-2 Ａ2-1 Ａ2-2 
12:32 Ａ3-1 A3-2 Ｂ3-1 Ｂ3-2 
12:40 Ｂ3-1 Ｂ3-2 Ａ3-1 A3-2 
12:48 Ａ4-1 Ａ4-2 B4-1 B4-2 
12:56 B4-1 B4-2 Ａ4-1 Ａ4-2 
13:04 Ａ5-1 Ａ5-2 B5-1 B5-2 
13:12 B5-1 B5-2 Ａ5-1 Ａ5-2 
13:20 Ａ6-1 Ａ6-2 B6-1 B6-2 
13:28 B6-1 B6-2 Ａ6-1 Ａ6-2 
13:36 休憩（10 分間） 
13:46 Ａ7-1 Ａ7-2 B7-1 B7-2 
13:54 B7-1 B7-2 Ａ7-1 Ａ7-2 
14:02 A8-1 A8-2 B8-1 B8-2 
14:10 B8-1 B8-2 A8-1 A8-2 
14:18 A9-1 A9-2 B9-1 B9-2 
14:26 B9-1 B9-2 A9-1 A9-2 
14:34 A10-1 A10-1 B10-1 B10-2 
14:42 B10-1 B10-2 A10-1 A10-1 
14:50 A11-1 A11-2 B11-1 B11-2 
14:58 B11-1 B11-2 A11-1 A11-2 
15:06 A12-1 A12-2 B12-1 B12-2 
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15:14 B12-1 B12-2 A12-1 A12-2 
15:22 A13-1 A13-2 B13-1 B13-2 
15:30 B13-1 B13-2 A13-1 A13-2 
15:38 休憩（10 分間） 
15:48 A14-1 A14-2 B14-1 B14-2 
15:56 B14-1 B14-2 A14-1 A14-2 
16:04 A15-1 A15-2 B15-1 B15-2 
16:12 B15-1 B15-2 A15-1 A15-2 
16:20 A16-1 A16-2 B16-1 B16-2 
16:28 B16-1 B16-2 A16-1 A16-2 
16:36 A17-1 A17-2 B17-1 B17-2 
16:44 B17-1 B17-2 A17-1 A17-2 
16:52 A18-1 A18-2 B18-1 B18-2 
17:00 B18-1 B18-2 A18-1 A18-2 
17:08 A19-1 A19-2 B19-1 B19-2 
17:16 B19-1 B19-2 A19-1 A19-2 
17:24 A20-1 A20-2 B20-1 B20-2 
17:32 B20-1 B20-2 A20-1 A20-2 

 

図表 ８ タイムテーブル（例）：2日目 

課題 
 
 

時間 

ステーション１ 
理学療法：運動器疾患の評価・介入 
作業療法：基本動作の評価・介入     

ステーション２ 
理学療法：中枢神経疾患の評価・介入 

作業療法：ＡＤＬの評価・介入     
１ステーション ２ステーション １ステーション ２ステーション 

12:00 A20-1 A20-2 B20-1 B20-2 

12:08 B20-1 B20-2 A20-1 A20-2 

12:16 A19-1 A19-2 B19-1 B19-2 

12:24 B19-1 B19-2 A19-1 A19-2 

12:32 A18-1 A18-2 B18-1 B18-2 

12:40 B18-1 B18-2 A18-1 A18-2 

12:48 A17-1 A17-2 B17-1 B17-2 

12:56 B17-1 B17-2 A17-1 A17-2 

13:04 A16-1 A16-2 B16-1 B16-2 

13:12 B16-1 B16-2 A16-1 A16-2 
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13:20 A15-1 A15-2 B15-1 B15-2 

13:28 B15-1 B15-2 A15-1 A15-2 

13:36 休憩（10 分間） 

13:46 A14-1 A14-2 B14-1 B14-2 

13:54 B14-1 B14-2 A14-1 A14-2 

14:02 A13-1 A13-2 B13-1 B13-2 

14:10 B13-1 B13-2 A13-1 A13-2 

14:18 A12-1 A12-2 B12-1 B12-2 

14:26 B12-1 B12-2 A12-1 A12-2 

14:34 A11-1 A11-2 B11-1 B11-2 

14:42 B11-1 B11-2 A11-1 A11-2 

14:50 A10-1 A10-2 B10-1 B10-2 

14:58 B10-1 B10-2 A10-1 A10-2 

15:06 A9-1 A9-2 B9-1 B9-2 

15:14 B9-1 B9-2 A9-1 A9-2 

15:22 A8-1 A8-2 B8-1 B8-2 

15:30 B8-1 B8-2 A8-1 A8-2 

15:38 休憩（10 分間） 

15:48 A7-1 A7-2 B7-1 B7-2 

15:56 B7-1 B7-2 A7-1 A7-2 

16:04 A6-1 A6-2 B6-1 B6-2 

16:12 B6-1 B6-2 A6-1 A6-2 

16:20 A5-1 A5-2 B5-1 B5-2 

16:28 B5-1 B5-2 A5-1 A5-2 

16:36 A4-1 A4-2 B4-1 B4-2 

16:44 B4-1 B4-2 A4-1 A4-2 

16:52 A3-1 A3-2 B3-1 B3-2 

17:00 B3-1 B3-2 A3-1 A3-2 

17:08 A2-1 A2-2 B2-1 B2-2 

17:16 B2-1 B2-2 A2-1 A2-2 

17:24 A1-1 A1-2 B1-1 B1-2 

17:32 B1-1 B1-2 A1-1 A1-2 
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【資料 １】 ＯＳＣＥ 評価シート（例） 

 

ＯＳＣＥ 評価シート（例） 

 

【理学療法学科】 

 

１．実習前の評価シート（例） 

 

(1) 検査・測定の評価・介入 

 

●課題（例） 

形態計測（前腕周径） 

 

●設問 

患者情報：軽度の浮腫がある患者です。 

この患者の両側の最大および最小前腕周径を橈骨茎状突起から測定点までの距離も含めて測

定し、同一測定点で対側と比較してください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭
な挨拶・自己紹介を行
い、患者の氏名を確認
できる。 

適切な身なり（メモ用
紙、筆記用具）、明瞭な
挨拶・自己紹介、患者
の氏名を確認すること
ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上でき
ない。 

2 

前腕周径の測定を行
う旨を患者に伝えること
ができ、患者の了承を
得ることができる。 

主旨を正確に伝える
ことができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を伝え
る、了承の確認
のどちらか一方
のみできる。 

どちらもできな
い。 

3 
課題全般を通して、

患者に対し適切な言
動・態度がとれる。 

適切である。 
不十分であ

る。 

適切でない（患
者の着衣を脱が
せる際や器具の
扱い方が乱暴で
ある、患者の目の
前を横切るなど）。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

【資料１】 
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1 
前腕周径の測定部位

と意義を簡潔に説明でき
る。 

測定部位と意義を
簡潔に説明できる（患
者にわかりやすい用
語を使用する）。 

測定部位と意義
を説明できるが、不
十分。 

測定部位と
意義を説明し
ない。 

2 
メジャーを正しく選択

できる。 

正しく選択できる
（患者に道具の準備
について説明する）。 

正しくないものを
選択したが、途中で
間違いに気づく。 

正しく選択で
きない。 

3 
患者を測定肢位にでき

る。 

測定肢位にできる
（患者にわかりやすい
用語を使用する）。 

測定肢位にした
が、不十分である
（左右対称が不十
分など）。 

測定肢位が
明らかに間違
っている。 

4 
測定部位を露出させ

る。 
測定部位を露出さ

せる。 

測定部位の露出
が不十分である（説
明がない場合も含
む）。 

測定部位を
露出させない。 

5 
視診、触診で左右の

比較をすることができる。 
左右の比較をする

ことができる。 
左右の比較をし

たが、十分でない。 
比較しない。 

6 
非障害側から測定する

ことができる。 
非障害側から測定

することができる。 

障害側のみを測
定する、あるいは障
害側から測定する。 

非障害側の
みを測定する。 

7 
周径部を探すことがで

きる。 

周径部位を数回測
定し、周径部を正しく
探すことができる。 

目測のみで周径
部を探している。 

測定部位が
間違っている。 

8 
メジャーを正しく当てる

ことができる。 

 前腕長軸に対し
直角に当て、適切に
巻いている。 

適切に巻いてい
るが、前腕長軸に対
し直角に当てていな
い。 
ややメジャーがゆ

るんでいる、もしくは
強く締めすぎてい
る。 

 明らかにメ
ジャーがゆるん
でいる、もしく
は強く締めす
ぎている。 
メジャーが捻れ
ている。 

9 
正しい目線で目盛りを

読むことができる。 

目盛りに対して垂
直な位置で読んでい
る。 

目盛りに対して垂
直から少しずれた位
置で読んでいる。 

目盛りに対し
て垂直から大
きくずれた位置
で読んでいる。 

10 
測定値を記録すること

ができる。 

測定値（小数点以
下第一位まで）を記録
できる。 

測定値を記録し
たが、不十分である
（左右、測定部位の
記載がない、小数
点以下の記載がな
い）。 

測定値を記
録しない。 

11 
測定箇所にスキンマー

カーで印をつけることが
できる。 

正確にできる（ペン
の使用に関する説明
を行う、測定後に印を
消す）。 

おおむね正確に
できる。 

部位が間違
っている。 

12 
骨指標点（橈骨茎状突

起）を正確に触診できる。 
正確に触診できる。 

おおむね正確に
触診できる。 

触診部位が
間違っている。 

13 
骨指標点（橈骨茎状突

起）からの距離を測定す
ることができる。 

正確に測定できる。 
おおむね正確に

測定できる。 
測定部位が

間違っている。 

14 
測定結果を患者に伝

えることができる。 

測定結果を患者に
正確に伝えることがで
きる。 

測定結果を患者
に伝えるが不十分
である。 

測定結果を
伝えずに終了
してしまう。 
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(2) 内部障害疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

バイタルサイン測定（血圧測定） 

 

●設問 

患者情報：不整脈を合併し、脈拍の欠滞があります。聴診法と触診法で血圧測定を行って下さ

い。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認できる。 

適切な身なり（メモ
用紙、筆記用具）、明
瞭な挨拶・自己紹介、
患者の氏名を確認す
ることができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
血圧測定を行う旨を患者に

伝えることができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、患者の
了承を得ることができ
る。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者に

対し適切な言動・態度がとれ
る。 

適切である。 
不十分であ

る。 

適切でない
（患者の着衣を
脱がせる際や
器具の扱い方
が乱暴である、
患者の目の前
を横切るな
ど）。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
血圧計を測定できるよう適

切にセットする。 
適切である。 不十分である。 

セットできな
い。 

2 
上腕と心臓の位置を確認す

る。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

3 
肘が伸展位を取っているこ

とを確認する。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

4 上腕動脈を確認する。 適切である。 不十分である。 確認できない。 

5 
マンシェットのゴム中央部が

上腕動脈中心部に位置するよ
うに巻く。 

適切である。 不十分である。 
セットできな

い。 
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6 
マンシェットを適切な向きに

巻く。 
適切である。 不十分である。 

セットできな
い。 

7 
マンシェットの下端と肘窩の

間隔が 2cm 以上である。 
適切である。 不十分である。 

セットできな
い。 

8 
マンシェットと上腕の間に指

が 1、2 本入るきつさでマンシ
ェットを巻く。 

適切である。 不十分である。 
セットできな

い。 

9 
橈骨動脈を触診できること

を確認する。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

10 
脈が触れ始めた血圧を収

縮期血圧として報告する。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

11 
聴診器のチェストピースを

上腕動脈の上に置く（マンシェ
ットに挟まれていない）。 

適切である。 不十分である。 
セットできな

い。 

12 
コルトコフ音が聞こえた血圧

を収縮期血圧とする。 
適切である。 不十分である。 確認できない。 

13 
コルトコフ音が聞こえなくな

った血圧を拡張期血圧とす
る。 

適切である。 不十分である。 確認できない。 

14 
血圧値を正確に報告し、報

告した血圧値の誤差が
10mmHg 以内である。 

適切である。 不十分である。 確認できない。 
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(3) 運動器疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

関節可動域測定（両側股関節屈曲角度） 

 

●設問 

患者情報：左変形性股関節症の患者です。両側股関節屈曲角度の測定を行ってください。制

限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な

挨拶・自己紹介を行い、患
者の氏名を確認できる。 

適切な身なり、挨拶・
自己紹介、患者確認が
できる。                     

左記のうち１
項目ができな
い。                                      

２項目以上
できない。 

2 
検査を行う旨を患者に

伝えることができ、患者の
了承を得ることができる。 

主旨を正確に伝えるこ
とができ、了承を確認で
きる。                        

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

3 
課題全般を通して、患者

に対し適切な言動・態度が
とれる。 

適切である。                                                
不十分であ

る。                                                 
適切でな

い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
測定する運動を簡潔に

説明できる。 
簡潔に専門用語を使

用せず説明できる。                              

専門用語を
使用して説明
する。                                     

説明できな
いしない。 

2 
測定できる適切な肢位

にすることができる。 

臥位にし裾をまくり、
０°もしくは最大伸展位
にすることができ、測定し
やすい肢位をとれる（タオ
ルをひざ下に入れる）。                                        

どちらかがで
きない。                                             

どちらもでき
ない。 

3 

非障害測の股関節屈曲
運動を行わせ、痛みの確
認、可動範囲、代償運動
の確認ができる。 

自動および他動運動
を行い、痛み、可動範
囲、代償運動の確認がで
きる。                                     

自動および
他動運動は行
うが、痛み、可
動範囲、代償
運動の確認が
できない。                                         

自動、他動
のどちらかを行
わない、両方と
もおこなわな
い。 

4 

障害測の股関節屈曲を
自動的に行わせ、痛み、可
動域、代償運動の確認が
できる。 

自動運動を行い痛み、
可動域、代償運動の確
認ができる。                                    

自動運動の
みを行う。                                           

どちらも行わ
ない。 

5 
障害側の運動を他動的

に行い、痛みを確認するこ
とができる。 

他動運動を行い、痛み
を確認することができる。                           

他動運動は
行うが痛みの

どちらもでき
ない。 
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確認が不十
分。                               

6 
非障害側の股関節屈曲

を抑制することができる。 

非障害側の股関節屈
曲を抑制することができ
る。                                     

抑制が不十
分である。                                           

代償運動を
抑制しない。 

7 
股関節の外転、内転、

外旋、内旋を抑制して測定
できる。 

股関節の外転、内転、
外旋、内旋を抑制して測
定できる。                                  

抑制が不十
分である。                                            

抑制しない。 

8 

最終可動域を確認し、
およその最終可動域の角
度に角度計を開いておくこ
とができる。 

最終可動域を確認し、
最終可動域の角度に角
度計を開いておくことが
できる。                      

最終可動域
の確認、最終
可動域の角度
に角度計を開
いておくことの
いずれか 1 つ
欠ける。                           

どちらもでき
ない。 

9 
基本軸、移動軸に角度

計を合わせることができる。 
両軸とも合わせること

ができる。                                      
どちらか一

方ずれている。                                        
どちらもずれ

ている。  

10 
基本軸、移動軸を採点

者に説明することができ
る。 

基本軸、移動軸を正し
く説明できる。                                  

どちらか一
方しか説明で
きない。                                     

どちらも正し
く説明できな
い。 

11 
最終可動域での角度計

の目盛りを正しく読むこと
ができる。 

最終可動域で 5°刻
みで正しく目盛りを読む
ことができる。                        

どちらか一
方しかできな
い。                                        

どちらもでき
ない。 

12 
患者の測定下肢を安全

に戻すことができる。 
患者の下肢を安全に

戻すことができる。                                
下肢の扱い

が雑である。                                         
戻すことを怠

る。 

13 
測定結果を患者に伝え

ることができる。 

測定値を患者に伝え、
値の意味について説明
できる。                        

測定値のみ
伝える。                                            

何も伝えな
い。 
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(4) 中枢神経疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

深部腱反射・病的反射 （上腕二頭筋腱反射・バビンスキー反射） 

 

●設問 

患者情報：左片麻痺を呈する患者です。上腕二頭筋腱反射とバビンスキー反射を行って下さ

い。制限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認できる。 

適切な身なり、挨
拶・自己紹介、患者確
認ができる。                        

左記のうち１
項目ができな
い。                                      

２項目以上
できない。 

2 
検査を行う旨を患者に伝え

ることができ、患者の了承を得
ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、了承を
確認できる。                        

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

3 
課題全般を通して、患者に

対し適切な言動・態度がとれ
る。 

適切である。                                                 
不十分であ

る。                                                 
適切でな

い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
腱反射を簡潔に説明でき

る。 
説明できる。 

不十分であ
る。 

説明できな
い。 

2 
患者をリラックスさせ、検査

部位に触れて確認する。 
説明と確認ができ

る。 
どちらか一

方のみできる。                                        
両方できな

い。 

3 
検査部位の皮膚に異常が

ないか視診で確認できる。 
確認できる。 

不十分であ
る。 

確認できな
い。 

4 
腱反射検査ができる適切な

肢位を取ることができる。 
検査肢位を取ること

ができる。 
不十分であ

る。 

検査肢位を
取ることができ
ない。 

5 
腱を触診し、位置を確認で

きる。 
説明と確認ができ

る。 
どちらか一

方のみできる。                                        
両方できな

い。 

6 
打鍵器を正確に持ち、振り

子運動を利用して刺激するこ
とができる。 

持ち方、振り方とも
適切である。 

どちらか一
方のみ適切で
ある。                                        

両方できな
い。 

7 
腱反射検査を適切な部位

に刺激を加えることができる。 
できる。 

部位、位置
のどちらかが不
適切である。 

どちらもでき
ない。 

8 
腱反射の強弱を２～３回の

施行で確認できる。 
2～３回の施行で確

認できる。 
４回以上で

確認できる。 
判定できな

い。 

9 病的反射を説明できる。 説明できる。 
不十分であ

る。 
説明できな

い。 
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10 
病的反射検査ができる適切

な肢位を取ることができる。 
検査肢位を取ること

ができる。 
不十分であ

る。 

検査肢位を
取ることができ
ない。 

11 
病的反射検査を適切な部

位に刺激を加えることができ
る。 

できる。 
部位、位置

のどちらかが不
適切である。。 

どちらもでき
ない。 

12 
腱反射・病的反射検査を非

麻痺側⇒麻痺側の順で検査
する。 

腱反射・病的反射
検査を非麻痺側⇒麻
痺側の順で検査でき
る。 

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

13 
腱反射・病的反射検査から

左右差を判定できる。 

腱反射・病的反射
検査とも左右差を判
定できる。 

どちらか一
方のみできる。                                        

両方できな
い。 

14 
患者を安静肢位に戻すこと

ができる。 

検査終了を告げて
安静肢位に戻すこと
ができる。 

不十分であ
る。 

安静肢位に
戻すことができ
ない。 

15 
検査結果を患者に伝えるこ

とができる。 
検査結果を患者に

伝えることができる。 
不十分であ

る。 
伝えられな

い。 
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２．実習後の評価シート（例） 

 

(1) 検査・測定の評価・介入 

 

●課題（例） 

徒手筋力測定（両側股関節外転運動） 

 

●設問 

患者情報：筋力は左右差が有る（左>右）両側変形性股関節症の患者です。 両側股関節外転運

動の MMT を行ってください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭な挨
拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認することができ
る。 

適切な身なり（メモ用
紙、筆記用具）、明瞭な
挨拶・自己紹介、患者
の氏名を確認すること
ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
MMT（下肢）を行う旨を患

者に伝えることができ、患者
の了承を得ることができる。 

主旨を正確に伝える
ことができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者

に対して適切な言動ができ
る。 

適切である。 
不十分であ

る。 
適切でない 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者を背臥位にすること

ができる。 

患者の姿勢・動作
を観察して、背臥位
にすることができる。 

患者の姿勢・動
作の確認を怠る。あ
るいは患者をすぐに
側臥位にする。 

患者に背臥
位以外の姿勢
をとらせる。 

2 
測定前に下肢の自動的

な動きと痛みを確認するこ
とができる。 

下肢の動きと痛み
を確認することがで
きる。 

片側のみ確認す
ることができる。 

両側とも確
認できない。 

3 
他動的な関節可動域の

測定ができる。 

痛みに考慮して
関節可動域測定を
正確に実施すること
ができる。 

痛みに考慮でき
ないが、関節可動
域を正確に実施す
ることができる。 
痛みに考慮できる
が、関節可動域測
定は不十分である。 

関節可動域
測定を怠る。 
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4 
患者を測定肢位にする

ことができる。 

患者を適切な測
定肢位にすることが
できる。 

患者を適切な測
定肢位にすることが
できるが、固定が不
十分である。 

誤った測定
肢位をとらせ
る。 

5 
股関節外転運動を簡潔

に説明できる。 

患者にわかるよう
に専門用語を使用
せず説明できる。 

専門用語を使用
して説明する。 

説明できな
い。 

6 
重症側（右側）下の側臥

位になった際に痛みの確
認ができる。 

確認できる。 不十分である。 
確認できな

い。 

7 
代償運動が生じないよう

に骨盤を固定することがで
きる。 

固定できる。 
固定できるが、わ

ずかに代償運動が
生じている。 

固 定 で き
ず、代償運動
が生じている。 

8 
段階 3（Fair）のテストを

実施することができる。 

骨盤を固定し安
定させることができ、
代償運動に注意し
ながら実施できる。 

骨盤を固定し安
定させることができ
ない、代償運動が
認められる。 

テストを実施
できない。 

9 
股関節外転運動時に生

じやすい代償運動が生じ
ないように指示できる。 

指示できる。 
指示が不十分で

ある。 
指示できな

い。 

10 
最大筋力を発揮させる

ために適切な声かけがで
きる。 

適切な声かけを
実施することができ
る。 

声かけはできる
が、最大筋力を発
揮できる適切な声か
けではない。 

声かけがで
きない、声かけ
をしない。 

11 
段階を特定する適切な

抵抗をかけることができる。 

適切に抵抗をか
け、段階を特定する
ことができる。 

抵抗をかけること
ができるが、段階の
特定が不十分であ
る。 

抵抗をかけ
ることができな
い。 

12 
軽症側、重症側の順に

測定ができる。 

軽症側、重症側
の順に測定ができ
る。 

順番が誤ってい
る、一側しか測定で
きない。 

測定できな
い。 

13 
左右の筋力の比較がで

きる。 
左右の筋力の比

較ができる。 

左右の筋力の比
較において一方が
誤っている。 

左右の筋力
の比較をしな
い。 

14 
測定結果を患者に伝え

ることができる。 

測定結果を患者
に伝え、測定値のも
つ意味について説
明できる。 

測定値のみ伝え
る。 

測定結果を
伝えることがで
きない。 
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(2) 内部障害疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

呼吸理学療法（口すぼめ呼吸と起立時の呼吸練習） 

 

●設問 

患者情報：COPD の患者です。座位にて口すぼめ呼吸と起立時の呼吸法を指導して下さい。制

限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認することができる。 

適切な身なり（メモ
用紙、筆記用具）、明
瞭な挨拶・自己紹介、
患者の氏名を確認す
ることができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
呼吸練習を行う旨を患者に

伝えることができ、患者の了承
を得ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、患者の
了承を得ることができ
る。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者に

対して適切な言動ができる。 
適切である。 

不十分であ
る。 

適 切 で な
い。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
座位で安楽姿勢を取る

ことができる。 

安楽姿勢を取ることが
でき、服装による腹部圧
迫を確認できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

2 
口すぼめ呼吸の練習が

できる。 

鼻から吸気を行い、口
を窄ませながら呼気を行
うことができる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
口すぼめ呼吸時の努力

性呼吸の程度を確認し、指
導することができる。 

吸気と呼気の努力性
呼吸を確認し、指導がで
きる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

4 
口すぼめ呼吸において

呼気の延長を実施できる。 

呼気をゆっくり呼出さ
せ呼気延長することがで
きる。 

不十分であ
る。 

呼気を延長
することができ
ない。 

5 
起立動作前に呼吸法を

説明することができる。 

口すぼめ呼吸を用い
ながら起立前と起立後の
呼吸を説明することがで
きる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 
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6 
起立動作に合わせて呼

吸の指導ができる。 

起立前の吸気と起立
後の呼気について説明
できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

7 
起立動作時の努力性呼

吸の程度と口すぼめ呼吸
を確認できる。 

努力性呼吸の程度と
口すぼめ呼吸を確認でき
る。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

8 
座位姿勢になり安楽姿

勢へ戻し呼吸練習の振り
返りと説明ができる。 

座位姿勢になり安楽姿
勢へ戻し呼吸練習の振り
返りと説明ができる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

9 
呼吸練習全体を通して

呼吸困難感を確認できる。 

安楽肢位、口すぼめ
呼吸、立位時の呼吸練
習時に呼吸困難感を確
認できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

10 
呼吸練習全体を通して

経皮的酸素飽和度を確認
できる。 

安楽肢位、口すぼめ
呼吸、立位時の呼吸練
習時に経皮的酸素飽和
度を確認できる。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 

11 安全面に配慮できる。 
常に患者の安全を確

保できる態勢にある。 

施行全体の
半分未満で安
全への配慮が
欠けている。 

施行全体の
半分以上で安
全への配慮が
欠けている。 

12 
患者へ呼吸練習につい

てフィードバックできる。 
内容、タイミング、量が

適切である。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 
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(3) 運動器疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

筋力増強運動（股関節外転筋） 

 

●設問 

患者情報：廃用症候群にて、股関節筋力低下した患者です。股関節外転筋力増強運動を 10

回行って下さい。制限時間は 5 分とします。     

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭な
挨拶・自己紹介を行い、患
者の氏名を確認することが
できる。 

適切な身なり（メモ用
紙、筆記用具）、明瞭な
挨拶・自己紹介、患者の
氏名を確認することがで
きる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 

股関節外転筋力増強運
動を行う旨を患者に伝える
ことができ、患者の了承を
得ることができる。 

主旨を正確に伝えるこ
とができ、患者の了承を
得ることができる。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者

に対して適切な言動ができ
る。 

適切である。 
不十分であ

る。 
適切でない 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な姿勢と取ることが

できる。 

下方の下肢を屈曲
させ、上方の膝関節
の下に下方の下肢の
内果が位置する。 

側臥位を取らせ
るが上方の膝関節
の下に下方の下
肢の内果が位置し
ない。 

側臥位をとら
せない。 

2 
患者の後方に位置し、

骨盤を固定することができ
る。 

患者の後方に位置
し、骨盤を固定するこ
とができる。 

後方に位置する
が、固定が不十
分。 

後方に位置
することができ
ない。 

3 
運動実施前に他動的に

関節可動域を確認すること
ができる。 

全可動域を動かし
て確認できる。 

動かすが、全可
動域ではなく不十
分。 

確認できな
い。 

4 代償動作を抑制できる。 
運動前に代償動作

を伝え、運動中も代償
動作を抑制できる。 

運動前に代償
動作を伝えない
が、運動中は代償
動作を抑制でき
る。 

運動中に代
償動作を抑制
できない。 
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5 
介助する方向が適切で

ある。 
10 回中９回以上適

切。 
10 回中８回適

切。 

10 回中適切
な回数が７回
以下。 

6 
介助量を適切に調整で

きる。 

運動ごとに調整し、
常に最小限の介助が
できる。 

運動ごとに調整
できるが介助量は
不適切。 

運動ごとに
調整できない。 

7 
下肢を内転方向へ戻す

際にゆっくり行うことができ
る。 

10 回中９回以上適
切。 

10 回中８回適
切。 

10 回中適切
な回数が７回
以下。 

8 
最大筋力が発揮できる

ように適切に声掛けができ
る。 

常に最大筋力が発
揮できるように適切に
声掛けができる。 

最大筋力が発
揮できるように適
切に声掛けするが
不十分。 

声掛けしな
い。 

9 
運動後、安定した姿勢を

取ることができる。 

運動後、安定した
姿勢を取ることができ
る。 

運動後、安定し
た姿勢を取るが不
十分。 

運動後、安
定した姿勢を
取れない。 

10 疼痛の確認ができる。 
他動 、自動運動

時、運動終了時に疼
痛の確認ができる。 

他動、自動運動
時、運動終了時の
タイミングの１つで
疼痛の確認ができ
ない。 

他動、自動
運動時、運動
終了時のタイミ
ングの２つで疼
痛の確認がで
きない。 

11 安全面に配慮できる。 
常に患者の安全を

確保できる態勢にあ
る。 

施行全体の半
分未満で安全へ
の配慮が欠けてい
る。 

施行全体の
半分以上で安
全への配慮が
欠けている。 

12 
患者へ筋力増強練習に

ついてフィードバックでき
る。 

内容、タイミング、
量が適切である。 

左記のうち１項
目実施できる。 

どちらもでき
ない。 
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(4) 中枢神経疾患の評価・介入 

 

●課題（例） 

起居動作練習（起き上がり） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞左片麻痺で、起き上がり動作が不安定な患者です。適切な起き上がり動作を

指導して下さい。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨

拶・自己紹介を行い、患者の
氏名を確認することができる。 

適切な身なり（メモ
用紙、筆記用具）、明
瞭な挨拶・自己紹介、
患者の氏名を確認す
ることができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
起き上がり練習を行う旨を

患者に伝えることができ、患者
の了承を得ることができる。 

主旨を正確に伝え
ることができ、患者の
了承を得ることができ
る。 

主旨を伝え
る、了承の確
認のどちらか
一方のみでき
る。 

どちらもでき
ない。 

3 
課題全般を通して、患者に

対して適切な言動ができる。 
適切である。 

不十分であ
る。 

適切でない 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
身体からベッド端までの

距離とベッドの高さを調整
することができる。 

身体からベッド端まで
の距離とベッドの高さを
共に調整することができ
る。 

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 

2 
頭部拳上運動を適切に

補助できる。 
頭部拳上運動を適切

に補助できる。 
どちらか一

方のみできる。 
どちらもでき

ない。 

3 
麻痺側上肢を管理し、

適切に誘導・補助できる。 
適切に誘導・補助でき

る。 
不十分であ

る。 
誘導 ・補助

できない。 

4 
非麻痺側股関節外旋・

外転運動を適切に補助で
きる。 

適切に誘導・補助でき
る。 

不十分であ
る。 

誘導 ・補助
できない。 

5 
背臥位から非麻痺側肘

関節への頭部移動までの
動作を適切に補助できる。 

適切に誘導・補助でき
る。 

不十分であ
る。 

誘導 ・補助
できない。 

6 
非麻痺側肘関節への頭

部移動から端座位までの
動作を適切に補助できる。 

適切に誘導・補助でき
る。 

不十分であ
る。 

誘導 ・補助
できない。 
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7 座位姿勢を確保できる。 
安定した座位姿勢を

確保できる。 
座位姿勢が

不十分。 
座位姿勢が

不安定。 

8 安全面に配慮できる。 
常に患者の安全を確

保できる態勢にある。 

施行全体の
半分未満で安
全への配慮が
欠けている。 

施行全体の
半分以上で安
全への配慮が
欠けている。 

9 
患者へ起き上がり練習

についてフィードバックでき
る。 

内容、タイミング、量が
適切である。 

左記のうち１
項目実施でき
る。 

どちらもでき
ない。 
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【作業療法学科】 

１．実習前の評価シート（例） 

 

(1) 身体障害の評価・介入 

 

●課題（例） 

関節可動域測定（上肢：肩関節外転） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者です。肩関節可動域を座位にて測定します。測定す

る前に基本軸・移動軸・参考可動域を口頭で採点者に説明してください。他動的な関節運動

時の確認事項は運動時の姿勢、可動域、疼痛、代償運動のみとします。制限時間は 5 分とし

ます。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨拶

（開始時・終了時）・自己紹介
ができる。 

適切な身なり、明瞭な
挨拶（開始時・終了時）・
自己紹介ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上で
きない。 

2 
２つの識別子で患者の確認

ができる。 
２つの識別子で患者

の確認ができる。 

1 つの識別子
で確認ができ
る。 

確認ができな
い。 

3 
関節可動域測定（肩関節外

転）を行う旨を患者に伝え、了
承を得ることができる。 

関節可動域測定（肩
関節外転）を行う旨を患
者に伝え、了承を得るこ
とができる。 

どちらか一方
のみできる。 

どちらもでき
ない。 

4 

課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題全般を通して、患
者の様子や状況に応じ
た丁寧な声掛け、触れ
方、動かし方ができる。 

左記3項目の
うち 1 項目がで
きない。 

2 項目以上で
きない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

肩関節外転運動の基本
軸・移動軸・参考可動域を
採点者に正確に説明でき
る。 

肩関節外転運動の基
本軸・移動軸・参考可動
域をすべて正確に説明
できる。 

左記のうち 1
項目が正確に
説明できない。 

2 項目以上
正確に説明で
きない。 

2 
患者を足底全面接地、

骨盤直立位の座位姿勢に

患者を足底全面接地、
骨盤直立位の座位姿勢
にして、麻痺側肩周囲を

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 



36 

 

して、麻痺側肩周囲をリラ
ックスさせることができる。 

リラックスさせることができ
る。 

3 

角度計を用いることを伝
え、肩関節外転運動につ
いてデモンストレーションを
交えてわかりやすく説明で
きる。 

角度計を用いることを
伝え、肩関節外転運動に
ついてデモンストレーショ
ンを交えてわかりやすく
説明できる。 

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 

4 

非障害側の自動運動で
の姿勢、可動域、疼痛、代
償運動を確認し、代償運
動が生じた場合は正しい
運動方向に修正できる。 

非障害側の自動運動
での姿勢、可動域、疼
痛、代償運動を確認し、
代償運動が生じた場合
は正しい運動方向に修
正できる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

5 

非障害側の他動運動で
の姿勢、可動域、疼痛、代
償運動を確認し、代償運
動が生じた場合は正しい
運動方向に修正できる。 

非障害側の他動運動
での姿勢、可動域、疼
痛、代償運動を確認し、
代償運動が生じた場合
は正しい運動方向に修
正できる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

6 

非障害側の肩甲骨の上
方回旋を補助し、もう一方
の手で上肢を把持しなが
ら、ゆっくりと肩関節外転運
動を他動的に行うことがで
きる。 

非障害側の肩甲骨の
上方回旋を補助し、もう
一方の手で上肢を把持し
ながら、ゆっくりと動かす
ことができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

7 

障害側の自動運動での
姿勢、可動域、疼痛、代償
運動を確認し、代償運動が
生じた場合は正しい運動
方向に修正できる。 

障害側の自動運動で
姿勢、可動域、疼痛、代
償運動を確認し、代償運
動が生じた場合は正しい
運動方向に修正できる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

8 
障害側の肩関節の状態

（亜脱臼、疼痛）を問診と触
診ができる。 

障害側の肩関節の状
態（亜脱臼、疼痛）を問診
と触診ができる。 

亜脱臼を触
診するが不十
分。 

亜脱臼を触
診しない。 

9 

障害側の他動運動での
姿勢、可動域、疼痛の有
無、代償運動の確認と運
動方向の修正、角度計の
準備ができる。 

障害側の他動運動で
の姿勢、可動域、疼痛の
有無、代償運動の確認と
運動方向の修正、角度
計の準備ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

10 

障害側の他動運動で肩
甲骨の上方回旋を補助し、
上肢を把持しながら、ゆっ
くりと動かすことができる。 

障害側の他動運動で
肩甲骨の上方回旋を補
助し、上肢を把持しなが
ら、ゆっくりと動かすこと
ができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

11 

障害側の他動的な肩関
節外転運動の最終可動域
で、基本軸・移動軸に角度
計を合わせることができる。 

最終可動域の位置
で、基本軸・移動軸に角
度計を合わせることがで
きる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

12 

角度計を押し付けずに
当て、適切な位置から目盛
りを読み、測定後ゆっくりと
上肢を下すことができる。 

角度計を押し付けずに
当て、適切な位置から目
盛りを読み、測定後ゆっ
くりと上肢を下すことがで
きる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 
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13 
左右の可動域を比較し、

両側とも５°刻みで実測値
を伝えることができる。 

両側とも５°刻みで実
測値を伝えることができ
る。 

一 側 の み
５°刻みで実
測値を伝えるこ
とができる。 

両側とも５°
刻みで実測値
を伝えることが
できない。 

(2) 高次脳機能障害の評価・介入  

      

●課題（例） 

 面接所見および線分抹消試験による高次脳機能障害の評価（左半側空間無視、病態失認） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者です。患者に対し初回面接と線分抹消試験を実施してく

ださい。面接時の会話・様子と検査結果から病態失認、日時の見当識障害、注意障害、半側空間

無視、記憶障害、失行について評価し、採点者に報告してください。制限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
適切な身なりで明瞭な挨拶

（開始時・終了時）・自己紹介
ができる。 

適切な身なり、
明瞭な挨拶（開始
時・終了時）・自己
紹介ができる。 

左記のうち 1 項
目ができない。 

2 項目以上でき
ない。 

2 
２つの識別子で患者の確認

ができる。 

２つの識別子で
患者の確認ができ
る。 

1 つの識別子で
確認ができる。 

確 認 が で き な
い。 

3 
面接と線分抹消試験を行う

旨を患者に伝え、了承を得る
ことができる。 

面接と線分抹消
試験を行う旨を患
者に伝え、了承を
得ることができる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもできな
い。 

4 

課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題全般を通し
て、患者の様子や
状況に応じた丁寧
な声 掛け 、触れ
方、動かし方がで
きる。 

左記 3 項目のう
ち 1 項目ができな
い。 

2 項目以上でき
ない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者と適切な位置を取るこ

とができる。 
90°位の位置を

取ることができる。 

患者との位置関
係を考慮するが、
適切ではない。 

患者との位置関
係を考慮できな
い。 

2 
座位姿勢（頭部・体幹・上下

肢の位置）を確認し、姿勢を
修正できる。 

座 位 姿 勢 （ 頭
部・体幹・上下肢
の位置）を確認し、
姿勢を修正でき

座位姿勢を確認
す る が 、 足 底 接
地、体幹前傾しや
すい姿勢に修正で

座位姿勢を確認
しない。 
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る。 きない。 

3 
患者に現在の体調や上下

肢の動きを口頭で確認でき
る。 

患者に現在の体
調や上下肢の動き
を口頭で確認でき
る。 

1 項目のみでき
る。 

確認しない。 

4 
線分抹消試験を行うことを

患者にわかりやすく説明でき
る。 

線分抹消試験を
行うことを患者にわ
かりやすく説明で
きる。 

説明するがわか
りにくい。 

説明しない。 

5 
評価は対面位で行い、物

品（用紙・鉛筆）を患者の正面
正中に適切に呈示できる。 

評価は対面位で
行い、物品（用紙・
鉛筆）を患者の正
面正中に適切に呈
示できる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもできな
い。 

6 

用紙を片方の手で固定す
るよう指示し、手による固定が
難しい場合は用紙の裏にテー
プで固定できる。 

用紙を片方の手
で固定するよう指
示し、手による固
定が難しい場合は
用紙の裏にテープ
で固定できる。 

用紙を片方の手
で固定するよう指
示できるが、手によ
る固定が難しい場
合に用紙の裏にテ
ープで固定できな
い。 

用紙を片方の手
で固定するよう指
示ができない。 

7 

検査の説明において、全て
の線をペンで示し、中央の列
の線に印をつけて例を示し
て、患者にわかりやすく指示
できる。 

検査の説明にお
いて、全ての線を
ペンで示し、中央
の列の線に印をつ
けて例を示して、
患者にわかりやす
く指示できる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもできな
い。 

8 
病態失認の可能性を確認

し、正しく理由を述べることが
できる。 

病態失認の可
能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

病態失認の可
能性を確認できる
が、正しく理由を述
べることができな
い。 

病態失認の可
能性を確認できな
い。 

9 
日時の見当識障害の可能

性を確認し、正しく理由を述
べることができる。 

日時の見当識
障害の可能性を確
認し、正しく理由を
述べることができ
る。 

日時の見当識
障害の可能性を確
認できるが、正しく
理由を述べること
ができない。 

日時の見当識
障害の可能性を確
認できない。 

10 
注意障害の可能性を確認

し、正しく理由を述べることが
できる。 

注意障害の可
能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

注意障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を述
べることができな
い。 

注意障害の可
能性を確認できな
い。 

11 
半側空間無視の可能性を

確認し、正しく理由を述べるこ
とができる。 

半側空間無視
の可能性を確認
し、正しく理由を述
べることができる。 

半側空間無視
の可能性を確認で
きるが、正しく理由
を述べることができ
ない。 

半側空間無視
の可能性を確認で
きない。 

12 
記憶障害の可能性を確認

し、正しく理由を述べることが
できる。 

記憶障害の可
能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

記憶障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を述
べることができな
い。 

記憶障害の可
能性を確認できな
い。 

13 失行の可能性を確認し、正 失行の可能性を 失行の可能性を 失行の可能性を
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しく理由を述べることができ
る。 

確認し、正しく理由
を述べることができ
る。 

確認できるが、正し
く理由を述べること
ができない。 

確認できない。 

(3) 基本動作の評価・介入     

      

●課題（例）      

起き上がり動作練習 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者（起き上がりの動作パターンが定着していなく、動作の

際、誘導補助が必要）です。適切な誘導・補助を行いながら、起き上がり練習を行ってください。制

限時間は 5 分とします。  

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 
1 適切な身なりで挨拶・自己

紹介を行い、患者の氏名を確
認することができる。 

適切な身なり、
明瞭な挨拶（開
始時・終了時）・
自 己 紹 介 が で
き、患者の氏名を
確認することがで
きる。 

左記のうち 1項
目ができない。 

2 項目以上で
きない。 

2 起上がり動作の練習を行う
旨を患者に伝え、了承を得る
ことができる。 

起上がり動作
の練習を行う旨を
正確に伝え、患
者の了承を得る
ことができる。 

了承を得ること
ができない。 

どちらもできな
い。 

3 課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題全般を通
して、患者の様子
や状況に応じた
丁寧な声掛け、
触れ方、動かし
方ができる。 

左記 3 項目の
うち 1 項目ができ
ない。 

2 項目以上で
きない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
身体からベッド端までの距離

とベッドの高さを調整することが
できる。 

身体からベッド
端までの距離、ベ
ッドの高さともに適
切に調整できる。 

どちらか一方の
みできる 
どちらも行うが不
十分。 

どちらもできな
い。 

2 
頭部挙上運動を適切に誘

導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
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 誘導・補助を行わ
ない。 

3 
麻痺側上肢を管理し適切に

誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

4 
非麻痺側股関節外旋・外転

運動を適切に誘導・補助でき
る。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

5 
背臥位から非麻痺側肘関節

への頭部移動までの動作を適
切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

6 
非麻痺側肘関節への頭部移

動から端座位までの動作を適
切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

7 
終了姿勢（座位姿勢）を確保

できる。 
安定した座位姿

勢を確保できる。 

転倒や転落のリ
スクはないが、姿
勢修正が不十分。 

座位での活動
に不利益を生じる
姿勢の崩れがある 
座位姿勢を整え
忘れる。 

8 安全面に配慮できる。 

常に患者の安
全を確保できる態
勢にある（患者か
ら目を離さない、
近位監視、常に誘
導・補助できる姿
勢）。 

半分未満、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

半分以上、安全
へ配慮をしていな
い。 

9 
患者にフィードバックを行うこ

とができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十分で
ある。 

内容が不適切
である。 
フィードバックがな
い。 
2 項目以上不十分 
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(4) ADL の評価・介入     

      

●課題（例）      

更衣動作練習（上衣） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による右片麻痺患者です。長袖の被り服の着衣動作練習を適切な誘導・補助

にて行ってください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 
1 適切な身なりで挨拶・自己

紹介を行い、患者の氏名を確

認することができる。 

適切な身なり、

明瞭な挨拶（開

始時・終了時）・

自己紹介ができ

る。 

左記のうち 1項

目ができない。 

2 項目以上で

きない。 

2 着衣動作の練習を行う旨を

患者に伝え、了承を得ることが

できる。 

着衣動作の練

習を行う旨を正

確に伝え、患者

の了承を得ること

ができる。 

了承を得ること

ができない。 

どちらもできな

い。 

3 課題全般を通して、患者の

様子（表情、心情、姿勢、身体

機能）や状況に応じた丁寧な

対処（声掛け、触れ方、動かし

方）ができる。 

課題全般を通

して、患者の様子

や状況に応じた

丁寧な声掛け、

触れ方、動かし

方ができる。 

左記 3 項目の

うち 1 項目ができ

ない。 

2 項目以上で

きない。 

 

（２）技能 
     

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者の足底を接地させて、安

全な座位を確保し、患者の麻痺
側に位置することができる。 

動作環境を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

動作環境を確
認するが修正が
不十分。 

動作環境を確
認するが修正が不
適切。 
動作環境を確認し
ない。 
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2 
患者の持っている機能を活

用できるよう準備ができる。 
準備できる。 

準備しようとする
が不十分。 

準備しない。 

3 
患者がセットした服の肩口に

麻痺側の手を挿入し、手首を通
すまでを誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

4 
患者の身体を起して、非麻痺

側の手を左袖に通すまでを誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

5 

非麻痺側の手で、服の袖から
襟ぐりまでをひとつかみにし、肩
まで袖を引き上げるまでを誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

6 
頭通しの際、骨盤後傾と体幹

屈曲を誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

7 
頭通しの際、頸部を屈曲し麻

痺側に回旋させることを誘導・
補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

8 
頭通しの際、体幹を伸展・回

旋させるタイミングを適切に誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

9 
袖のねじれや裾のずり上がり

の修正を誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助が過
剰、または不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

10 安全面に配慮できる。 

常に患者の安
全を確保できる態
勢にある（患者か
ら目を離さない、
近位監視、常に誘
導・補助できる姿
勢）。 

半分未満、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

半分以上、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

11 
患者にフィードバックを行うこ

とができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十分で
ある。 

内容が不適切
である。 
フィードバックがな
い。 
2 項目以上不十
分。 
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２．実習後の評価シート（例） 

 

(1) 身体障害の評価・介入     

 

●課題（例） 

関節可動域運動（上肢：肩関節屈曲） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者（不動による筋の短縮を原因とする左肩関節可動域制限

あり）です。左肩関節屈曲可動域改善を目的に、肩関節可動域練習として他動的可動域運動を行

い、10 秒程度の持続伸張を実施してください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 
1 適切な身なりで明瞭な

挨拶（開始時・終了時）・
自己紹介、患者の氏名を
確認することができる。 

適切な身なり、明瞭な挨
拶（開始時・終了時）・自己
紹介、患者の氏名を確認
することができる。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 関節可動域運動を行う
旨を患者に伝え、了承を
得ることができる。 

関節可動域運動を行う
旨を患者に正確に伝え、
了承を得ることができる。 

了承を得る
こ と が で き な
い。 

どちらもでき
ない。 

3 

課題全般を通して、患
者の様子（表情、心情、
姿勢、身体機能）や状況
に応じた丁寧な対処（声
掛け、触れ方、動かし方）
ができる。 

課題全般を通して、患者
の様子や状況に応じた丁
寧な声掛け、触れ方、動か
し方ができる。 

左記 3 項目
のうち 1 項目が
できない。 

2 項目以上
できない。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
関節可動域運動に適し

た環境設定ができる。 

関節可動域運動に適した
枕の位置、安定した臥位姿
勢、リラックスした状態に設
定できる。 

一部のみ設
定できる。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

2 
肩関節屈曲運動につい

て患者にわかりやすく説明
することができる。 

肩関節屈曲運動につい
て専門用語を使わずにデモ
ンストレーションを行い、息
を止めずにリラックスするこ
と、疼痛があれば伝えるよう
説明することなど、わかりや
すく説明することができる。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

3 事前準備として肩甲骨 事前準備として肩甲骨の 一部のみでき すべてできな
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の可動性を確認し、肩関
節屈曲運動を行いやすい
状態にすることができる。 

可動性を確認する旨を説明
し、肩甲骨の可動性を確認
すること、肩関節屈曲運動を
行いやすい状態にすること
ができる。 

る。 
すべて行うが不
十分である。 

い。 

4 

事前準備として肘関節
の可動性を確認し、肩関
節屈曲運動を行いやすい
状態にすることができる。 

事前準備として肘関節の
可動性を確認する旨を説明
し、肘関節の可動性を確認
すること、筋緊張増加による
肘関節屈曲位の修正を図り
肩関節屈曲運動を行いや
すい状態にすることができ
る。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

5 

肩関節屈曲運動を他動
運動で確認し、可動範囲
や疼痛、エンドフィールお
よび普段との変化を確認
することができる。 

肩関節屈曲運動を他動
運動で確認し、可動範囲や
疼痛、エンドフィールおよび
普段との変化を確認すること
ができる。 

一部のみでき
る 
すべて行うが不
十分である。 

すべてできな
い。 

6 
適切な姿勢や上肢の把

持で他動的関節可動域運
動を行うことができる。 

自身に負担のかからない
姿勢や筋緊張を亢進させな
い上肢の把持で他動的関
節可動域運動を行うことが
できる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも行うが
不十分である。 

どちらもでき
ない。 

7 

正しい肩関節屈曲運動
方向への操作、および関
節包内運動や肩甲骨の動
きを考慮した他動的関節
可動域運動を行うことがで
きる。 

患者の前腕～肘部を把
持し正しい肩関節屈曲運動
方向への操作、および肩関
節付近を把持し関節包内運
動や肩甲骨の運動の操作
ができる。 

どちらか一方
のみできる。ど
ちらも行うが不
十分である。 

どちらもでき
ない。 

8 
関節可動域制限因子に

応じた他動的関節可動域
運動を行うことができる。 

筋緊張が増加しないよう
ゆっくりと上肢を操作するこ
と、10 秒程度の持続的伸張
を行うことができる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも行うが
不十分である。 

どちらもでき
ない。 

9 

他動的関節可動域運動
中に疼痛を確認し、適度
な伸張感で行い、関節可
動域の変化を確認すること
ができる。 

疼痛の有無を確認し、適
度な伸張感で他動的関節
可動域運動を行い、関節可
動域の変化を確認すること
ができる。 

一部のみでき
る。 
すべて行うが不
十分である。 

どちらもでき
ない。 

10 

運動前・後の変化や関
節可動域運動の結果を患
者に説明することができ
る。 

運動前・後の変化や関節
可動域運動の結果を患者に
説明することができる。 

どちらか一方
のみできる。 
どちらも不十分
である。 

どちらもでき
ない。 

11 安全面に配慮できる。 

接触面が狭いことや強い
圧迫等による疼痛、不十分
な関節可動域運動による可
動域制限の助長などがなく
適切に行うことができる。 

不十分な点
が一部みられ
る。 

リスク管理を
適切に行うこと
ができない。 

12 
患者にフィードバックを

行うことができる。 
内容、タイミング、量が適

切である。 
1 項目不十分

である。 

内容が不適
切である。 
フィードバックが
ない。 
2 項目以上不十
分。 
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(2) 高次脳機能障害の評価・介入     

      

●課題（例）      

面接所見および書字課題による高次脳機能障害の評価（注意障害、記憶障害） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者です。初回面接と書字課題（本日の日付、氏名、住所）を

実施してください。面接時の会話、課題場面の様子から病態失認、日時の見当識障害、注意障

害、半側空間無視、記憶障害、失行について評価し、採点者に報告してください。制限時間は 5

分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで明瞭な挨拶
（開始時・終了時）・自己紹介
ができる。 

適切な身なり、明瞭
な挨拶（開始時・終了
時）・自己紹介ができ
る。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 
２つの識別子で患者の確認

ができる。 
２つの識別子で患

者の確認ができる。 
1 つの識別

子で確認がで
きる。 

確認ができ
ない。 

3 
面接と書字課題を行う旨を

患者に伝え、了承を得ることが
できる。 

面接と書字課題を
患者に伝え、了承を
得ることができる。 

どちらか一
方のみできる。 

どちらもでき
ない。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
患者と適切な位置を取る

ことができる。 
90°位の位置を

取ることができる。 
患者との位置関

係を考慮するが、
適切ではない。 

患者との位
置関係を考慮
できない。 

2 

座位姿勢（頭部・体幹・上
下肢の位置）を確認し、姿勢
を修正できる。 

座位姿勢（頭部・
体幹・上下肢の位
置）を確認し、姿勢
を修正できる。 

座位姿勢を確
認するが、足底接
地、体幹前傾しや
すい姿勢に修正
できない。 

座位姿勢を
確認しない。 

3 

患者に現在の体調や上下
肢の動きを口頭で確認でき
る。 

患者に現在の体
調や上下肢の動き
を口頭で確認でき
る。 

1 項目のみでき
る。 

確認しない。 

4 
書字することを患者にわ

かりやすく説明できる。 
書字することを行

うことを患者にわかり
やすく説明できる。 

説明するがわか
りにくい。 

説明しない。 
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5 

書字の評価は対面位で行
い、物品（用紙・鉛筆）を患
者の正面正中に適切に呈示
できる。 

評価は対面位で
行い、物品（用紙・
鉛筆）を患者の正面
正中に適切に呈示
できる。 

どちらか一方の
みできる。 

どちらもでき
ない。 

6 

用紙を片方の手で固定す
るよう指示し、手による固定
が難しい場合は用紙の裏に
テープで固定できる。 

用紙を片方の手
で固定するよう指示
し、手による固定が
難しい場合は用紙
の裏にテープで固
定できる。 

用紙を片方の
手で固定するよう
指示できるが、手
による固定が難し
い場合に用紙の
裏にテープで固定
できない。 

用紙を片方
の手で固定す
るよう指示がで
きない。 

7 
本日の日付、氏名、住所

を書字することをわかりやす
く指示できる。 

３つの事項を書字
することをわかりや
すく指示できる。 

指示がわかりに
くい。 

指示しない。 

8 

用紙の中央に横書きで書
字することをわかりやすく指
示できる。 

用紙の中央に横
書きで書字すること
をわかりやすく指示
できる。 

指示がわかりに
くい。 

指示しない。 

9 

病態失認の可能性を確認
し、正しく理由を述べること
ができる。 

病態失認の可能
性を確認し、正しく
理由を述べることが
できる。 

病態失認の可
能性を確認できる
が、正しく理由を
述べることができ
ない。 

病態失認の
可能性を確認
できない。 

10 

日時の見当識障害の可能
性を確認し、正しく理由を述
べることができる。 

日時の見当識障
害の可能性を確認
し、正しく理由を述
べることができる。 

日時の見当識
障害の可能性を
確認できるが、正
しく理由を述べる
ことができない。 

日時の見当
識障害の可能
性を確認でき
ない。 

11 

注意障害の可能性を確認
し、正しく理由を述べること
ができる。 

注意障害の可能
性を確認し、正しく
理由を述べることが
できる。 

注意障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を
述べることができ
ない。 

注意障害の
可能性を確認
できない。 

12 

半側空間無視の可能性を
確認し、正しく理由を述べる
ことができる。 

半側空間無視の
可能性を確認し、正
しく理由を述べるこ
とができる。 

半側空間無視
の可能性を確認で
きるが、正しく理由
を述べることがで
きない。 

半側空間無
視の可能性を
確認できない。 

13 

記憶障害の可能性を確認
し、正しく理由を述べること
ができる。 

記憶障害の可能
性を確認し、正しく
理由を述べることが
できる。 

記憶障害の可
能性を確認できる
が、正しく理由を
述べることができ
ない。 

記憶障害の
可能性を確認
できない。 

14 

失行の可能性を確認し、
正しく理由を述べることがで
きる。 

失行の可能性を
確認し、正しく理由
を述べることができ
る。 

失行の可能性
を確認できるが、
正しく理由を述べ
ることができない。 

失行の可能
性を確認でき
ない。 
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(3) 基本動作の評価・介入     

      

●課題（例）      

起立・着座動作練習 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による左片麻痺患者（起立・着座動作のパターンが定着しておらず、動作の

際、誘導補助が必要）です。適切な誘導・補助を行いながら起立・着座動作練習を行ってくださ

い。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで挨拶・自
己紹介を行い、患者の氏
名を確認することができる。 

適切な身なり、明瞭
な挨拶（開始時・終了
時）・自己紹介ができ
る。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 

起立・着座動作の練習を
行う旨を患者に伝え、了承
を得ることができる。 

起立・着座動作の練
習を担当する旨を正確
に伝え、患者の了承を
得ることができる。 

了承を得る
こ とができな
い。 

どちらもでき
ない。 

3 

課題全般を通して、患者
の様子（表情、心情、姿
勢、身体機能）や状況に応
じた丁寧な対処（声掛け、
触れ方、動かし方）ができ
る。 

課題全般を通して、
患者の様子や状況に応
じた丁寧な声掛け、触
れ方、動かし方ができ
る。 

左記 3 項目
のうち1項目が
できない。 

2 項目以上
できない。 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 
起立練習に適した動作環

境（座面の高さ）に調整するこ
とができる。 

麻痺側の上下肢
を整えた後に座面
高を練習に適した
高さに調整できる。 

麻痺側上下肢へ
の配慮が欠けたま
ま座面高を調整す
る。 

座面高を調整
するが不適切。 

2 
起立練習に適した殿部の

位置に調整することができ
る。 

殿部の移動方法
が適切で、適切な
位置に殿部を移動
できる。 

臀部の移動方法
が不適切 
臀部の位置の調整
が不十分。 

殿部の位置が
不適切。 

3 
起立練習に適した足部の

位置に調整することができ
る。 

足部の位置
（幅、前後位置）を
適切に調整でき
る。 

足部の位置の調
整が不十分。 

足部の位置が
不適切。 

4 骨盤の状態を調整できる。 
骨盤の状態を適

切に調整できる。 
骨盤の状態の調

整が不十分。 
骨盤の状態が

不適切。 
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5 
起立練習に適した視線の

位置を適切に指示できる。 
適切に指示でき

る。 
指示が不十分。 指示が不適切。 

6 
起立時の重心の前方移動

を適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

7 
起立時の重心の上方移動

を適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

8 
立位姿勢を整えることがで

きる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

9 
座面との距離を確認するこ

とができる。 

患者とともに座
面までの距離を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

療法士のみで確
認する。 
距離の修正が不十
分。 

転倒リスクが高
い距離で着座動
作を実施しようと
する。 
座面との距離を確
認しない。 

10 
着座練習に適した視線の

位置を適切に指示できる。 
適切に指示でき

る。 
指示が不十分。 指示が不適切。 

11 
着座練習で適切なスピード

で殿部を座面に下ろすように
誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

12 
着座練習で適切な位置に

殿部を下すように誘導・補助
できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・介助が過
剰、もしくは不足し
ている。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助
を行う。 
誘導・補助を行わ
ない。 

13 
終了姿勢（座位姿勢）を確

保できる。 
安定した座位姿

勢を確保できる。 

転倒や転落のリ
スクはないが、姿勢
修正が不十分。 

座位での活動
に不利益を生じる
姿勢の崩れがあ
る。 

14 安全面に配慮できる。 

常に患者の安全
を確保できる態勢
にある（患者から目
を離さない、近位
監視、常に誘導・
補助できる姿勢）。 

半分未満、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

半分以上、安全
への配慮をしてい
ない。 

15 
患者にフィードバックを行う

ことができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十分で
ある。 

内容が不適切
である。 
フィードバックがな
い。 
2 項目以上不十
分。 

  



49 

 

(4) ADL の評価・介入     

      

●課題（例） 

更衣動作練習（下衣） 

 

●設問 

患者情報：脳梗塞による右片麻痺患者です。患者に対して動作に伴う座位バランスの崩れを防

止し、両側荷重を促しながら立ち上がり、立位でズボンを引き上げられるよう、適切な誘導・補助を

行いながら、ズボンの着衣動作練習を行ってください。制限時間は 5 分とします。 

 

●採点基準 

（１）態度 

 

（２）技能 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

患者の足底を接地させて、
安全な座位を確保し、患者の
麻痺側に位置することができ
る。 

動作環境を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

動 作 環 境
を確認するが
修正が不十
分。 

動作環境を確認
するが修正が不十
分。 
動作環境を確認し
ない。 

2 
動作環境（適切なベッドの

高さ、ベッド柵の固定具合）を
確認できる。 

動作環境を確
認し、必要に応じ
て修正できる。 

動 作 環 境
を確認するが
修正が不十
分。 

動作環境を確認
するが修正が不十
分。 
動作環境を確認し
ない。 

3 
患者の持っている機能を活

用できるよう準備ができる。 
準備できる。 

準備しよう
とするが不十
分。 

準備しない。 

No. 項目 
評価 

2 点 1 点 0 点 

1 

適切な身なりで挨拶・自己
紹介を行い、患者の氏名を確
認することができる。 

適切な身なり、明瞭
な挨拶（開始時・終了
時）・自己紹介ができ
る。 

左記のうち 1
項目ができな
い。 

2 項目以上
できない。 

2 

ズボンの着衣動作の練習を
行う旨を患者に伝え、了承を
得ることができる。 

ズボンの着衣動作
の練習を行う旨を正
確に伝え、患者の了
承を得ることができ
る。 

了承を得る
こ と が で き な
い。 

どちらもでき
ない。 

3 

課題全般を通して、患者の
様子（表情、心情、姿勢、身体
機能）や状況に応じた丁寧な
対処（声掛け、触れ方、動かし
方）ができる。 

課題 全般を 通 し
て、患者の様子や状
況に応じた丁寧な声
掛け、触れ方、動かし
方ができる。 

左記 3 項目
のうち 1 項目が
できない。 

2 項目以上
できない。 
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4 

麻痺側下肢を非麻痺側下
肢の上に組む際、体幹と骨盤
を前・後傾させるよう適切に誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

5 
麻痺側下肢をズボンに通す

よう適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

6 
麻痺側下肢を床に下ろすよ

う適切に誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

7 

４～６において、非麻痺側
下肢の位置や肢位を状況に
応じて変えるよう適切に誘導・
補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

8 
非麻痺側下肢をズボンに通

すよう適切に誘導・補助でき
る。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

9 

座位姿勢でズボンのウエス
ト部分を大腿まで十分に引き
上げるよう適切に誘導・補助で
きる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

10 
起立・着座動作を適切に誘

導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

11 
立位姿勢でのズボンの引き

上げ時の重心移動を適切に
誘導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

12 
ズボンを引き上げるスピード

やズボンの扱い方を適切に誘
導・補助できる。 

適切な誘導・補
助を行うことができ
る。 

誘導・補助
が過剰、もしく
は不足してい
る。 

全介助にて行う 
誤った誘導・補助を
行う誘導・補助を行
わない。 

13 安全面に配慮できる。 

常に患者の安
全を確保できる態
勢にある（患者から
目を離さない、近
位監視、常に誘
導・補助できる姿
勢）。 

半分未満、
安全への配
慮が欠ける場
面がある。 

半分以上、安全
への配慮が欠ける
場面がある。 

14 
患者にフィードバックを行う

ことができる。 

内容、タイミン
グ、量が適切であ
る。 

1 項目不十
分である。 

内容が不適切で
ある。 
フィードバックがな
い。 
2 項目以上不十分 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（100 ページ～102 ページ） 

②実施方法 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

1.実施時期：総合実習前及び総合実習後 

2.対象学生数：80名 

3.実施要領 

 

（中略） 

 

OSCE 実施前に OSCE を担当する教員には、

各試験課題に関する評価シートを用いて、各

試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、

記入方法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 

7.教員配置 

各ステーションに模擬患者 1 名、評価者

2 名を配置する。模擬患者及び評価者は教

員とする。 

 

（中略） 

 

 総括者 

監督 

(学生

控室) 

タイムキ

ーパー 
学生 

評

価

者 

模擬 

患者 

試験

開始

前 

進行の

調整、

体調不

良の学

生対応

など緊

急事態

への対

応 

学生の

出席確

認、予

定時間

に対象

学生

を、待

機場所

への移

廊下に学

生が待機

している

ことを確

認する。

学生が待

機してい

ない場合

は、総括

時間まで

に学生控

室へ入

室。学生

は、監督

者の指示

に従い控

室から廊

下へ移動 

開始時

間まで

に担当

するス

テーシ

ョンに

入室す

る。 

（100 ページ） 

②実施方法 

 OSCEの実施に当たっては、試験課題数に応

じてステーションを設置する。各ステーショ

ンに模擬的臨床場面を設定し、模擬患者を配

置する。学生は、模擬患者を対象者に見立て、

臨床能力に関する試験課題を実施する。 

 

 OSCEの評価は、各ステーションに評価者を

配置し、「評価マニュアル」に記載されている

評価基準に従って採点を行う。各試験課題の

工程ごとに、評価基準に従って評価用紙に採

点結果を記入し、試験課題ごとに評価判定を

行い、60％以上を合格とする。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教員に

対して、各試験課題に関する評価マニュアル

を用いて、各試験課題の工程ごとの評価基準、

採点方法、記入方法等について、FD等を利用

して、研修・確認を行うこととする。 

 

 

 

 

 

（追加） 
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動を促

す 

者に連絡

し、学生

を呼び出

す。 

廊下の

椅子に着

席し待機 

 

時間 

(分

：

秒) 

総括

者 

監督 

(学

生控

室) 

タイムキ

ーパー 
学生 評価者 

模擬患

者 

0:00 

～ 
  

タイムテ

ーブルに

示された

試験開始

時間に、

廊下で待

機してい

る学生を

各ステー

ションに

入室させ

る。 

タイムキ

ーパーの

合図で入

室し、評

価者に名

前を告げ

る。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 

0:30   

学生に対

して「問

題を読ん

でくださ

い」とア

ナウンス

をする。 

「問題を

読んでく

ださい」

のアナウ

ンスで問

題を読み

始める。 

 

設定さ

れた位

置につ

く 

0：

30 

～ 

  
（試験開

始の案内

を行う） 

（実技開

始） 

課題の

進行に

合わせ

て評価

シート

にリア

ルタイ

ムに記

入して

いく。 

患者役

になる 

4:30   

「残り1分

です」と

アナウン

スする 

解答中   

5:30   

「試験を

終了とし

ます。こ

れよりフ

ィードバ

ックで

す」とア

ナウンス

する。 

フィード

バックを

受ける 

フィー

ドバッ

ク開始 

患者役

終了 
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7:30   

「終了し

ます、す

みやかに

退室して

くださ

い」とア

ナウンス

する 

途中であ

っても終

了し、退

室する。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 

8:00   

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

るように

指示する 

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

る。２課

題終了

後、学生

控室に移

動する。 

  

 

（106 ページ） 

臨地実務実習における課題の検討結果に基

づき、次年度の臨地実務実習を計画すること

により、学修環境や指導体制の改善に繋げる

ことができる。教員に加え実習担当職員を配

置し、大学側と臨地実務実習指導者とが緊密

に連絡をとり、より高い学修効果が得られる

よう臨地実務実習環境を整える。 

 

（103 ページ） 

 臨地実務実習における課題の検討の結果に

基づき、次年度の臨地実務実習を計画するこ

とにより、学修環境や指導体制の改善に繋げ

ることができる。その上で、臨地実務実習指

導においては、大学側と臨地実務実習指導者

とが緊密に連絡をとり、より高い学修効果が

得られるよう臨地実務実習環境を整える。 

（131 ページ） 
３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 
本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬
症例を通したOSCEを導入する。導入に当たっ
ては効率的・効果的に評価する観点から、導
入科目を理学療法全般に関係する内容（面
接、評価、目標設定、療法計画の作成と実
施、再評価、今後の方針という一連の流れ）
を体験する科目でありより実践的な臨地実務
実習である「総合実習Ⅰ・Ⅱ」とし、「総合
実習Ⅰ・Ⅱ」の前後でOSCEを実施することと
した。 
 

（129 ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

 本学としての教育成果を上げるための新た

な取り組みとして、事前に学内において模擬

症例を通した OSCE を導入する。この OSCEは、

イギリスの Harden らにより開発された臨床

能力を客観的に評価するための構造化された

試験で、本邦においても既に医師養成課程に

おける医学教育において広く汎用されてい

る。 

 

（131 ページ） 
②実施方法 
 
 
 
 
 
 

（削除） 
 
 

（129 ページ） 

②実施方法 

 OSCEの実施に当たっては、試験課題数に応

じてステーションを設置する。各ステーショ

ンに模擬的臨床場面を設定し、模擬患者を配

置する。学生は、模擬患者を対象者に見立て、

臨床能力に関する試験課題を実施する。 

 

 OSCEの評価は、各ステーションに評価者を

配置し、「評価マニュアル」に記載されている
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1. 実施時期：総合実習 1・Ⅱ前及び総合実

習 1・Ⅱ後 
2. 対象学生数：80 名 
3. 実施要領 

 

（中略） 

 

6.評価方法 

 評価者は課題ごとに評価基準に従って採

点する。2名の評価者の採点結果を平均し、

各課題で 60％以上得点することを合格の条

件とする。得点が 60％未満の課題があった

学生には、指導を行った上で再評価を行う。 

 OSCE 実施前に OSCE を担当する教員には、

各試験課題に関する評価シートを用いて、各

試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、

記入方法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 
7.教員配置 

各ステーションに模擬患者 1 名、評価者 2
名を配置する。模擬患者及び評価者は教員と
する。 
 

（中略） 
 

 総括者 

監督 

(学生控

室) 

タイムキ

ーパー 
学生 

評

価

者 

模

擬 

患

者 

試験

開始

前 

進行の

調整、

体調不

良の学

生対応

など緊

急事態

への対

応 

学生の

出席確

認、予

定時間

に対象

学生

を、待

機場所

への移

動を促

す 

廊下に学

生が待機

している

ことを確

認する。

学生が待

機してい

ない場合

は、総括

者に連絡

し、学生

を呼び出

す。 

時間まで

に学生控

室へ入

室。学生

は、監督

者の指示

に従い控

室から廊

下へ移動 

開始時

間まで

に担当

するス

テーシ

ョンに

入室す

る。 

 

評価基準に従って採点を行う。各試験課題の

工程ごとに、評価基準に従って評価用紙に採

点結果を記入し、試験課題ごとに評価判定を

行い、60％以上を合格とする。 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教員に

対して、各試験課題に関する評価マニュアル

を用いて、各試験課題の工程ごとの評価基準、

採点方法、記入方法等について、FD等を利用

して、研修・確認を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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時間 

(分

：

秒) 

総括

者 

監督 

(学

生控

室) 

タイムキ

ーパー 
学生 評価者 

模擬患

者 

0:00 

～ 
  

タイムテ

ーブルに

示された

試験開始

時間に、

廊下で待

機してい

る学生を

各ステー

ションに

入室させ

る。 

タイムキ

ーパーの

合図で入

室し、評

価者に名

前を告げ

る。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 

0:30   

学生に対

して「問

題を読ん

でくださ

い」とア

ナウンス

をする。 

「問題を

読んでく

ださい」

のアナウ

ンスで問

題を読み

始める。 

 

設定さ

れた位

置につ

く 

0：

30 

～ 

  
（試験開

始の案内

を行う） 

（実技開

始） 

課題の

進行に

合わせ

て評価

シート

にリア

ルタイ

ムに記

入して

いく。 

患者役

になる 

4:30   

「残り1分

です」と

アナウン

スする 

解答中   

5:30   

「試験を

終了とし

ます。こ

れよりフ

ィードバ

ックで

す」とア

ナウンス

する。 

フィード

バックを

受ける 

フィー

ドバッ

ク開始 

患者役

終了 

7:30   

「終了し

ます、す

みやかに

退室して

くださ

い」とア

ナウンス

する 

途中であ

っても終

了し、退

室する。 

評価シ

ートの

学生氏

名を確

認す

る。 

 



56 

 

8:00   

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

るように

指示する 

次の課題

前の廊下

に移動

し、椅子

に着席す

る。２課

題終了

後、学生

控室に移

動する。 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

１．【第一次審査意見５の回答について】 

＜「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法が不十分＞ 

客観的臨床能力試験（ＯＳＣＥ）の実施方法が改められ、多くの臨地実務実習科目の前後で

行うこととされているが、その実現可能性が懸念されるため、以下の点を修正すること。 

（３）「客観的臨床試験（ＯＳＣＥ）」の実施方法を見直した場合は、シラバスに明記するこ

と。 

（対応） 

 審査意見の指摘を元にＯＳＣＥの実施方法及び内容を見直したため、該当する以下の科

目のシラバスの記載を修正した。 

 

【理学療法学科】 

・検査・測定実習 

・評価実習 

・総合実習 

 

【作業療法学科】 

・評価実習Ⅰ・Ⅱ 

・総合実習Ⅰ・Ⅱ 

 

【資料 ２】 臨地実務実習シラバス 
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【資料 ２】 臨地実務実習シラバス 

 

科目名 検査・測定実習 担当教員 清宮 清美 

学科 理学療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実習 

単位数 2単位 時間数 90時間 回数 1回 

 

授業概要 臨床実習施設において理学療法評価として必要な基本的な検査・測定項目を挙げ、

診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式で担当症例に対して実際に検査・測

定を行う。臨床実習指導者の指導により学内で学んだ検査・測定項目を実際の臨床場

面で実施する。検査・測定結果を障害に応じ解釈を行うための臨床知識を習得し、障

害程度の把握ができるようになる。実施方法は 2週間臨床実習施設へ出向き実施する。

実習後、学内で実習内容を振り返り、実習内容の確認等について担当教員から指導を

受ける。実習前と実習後には、実技試験し、基礎理学療法学評価学および実習の習熟

度を評価する。 

検査・測定実習では理学療法対象者に応じた理学療法評価のために必要な検査・測

定項目を挙げ、実際の理学療法対象者において検査・測定を実施し、測定値の理解を

もとに障害程度の把握を行うが、理学療法治療プログラムの作成や理学療法の目標設

定を行うことは求めない。 

到達目標 ① 理学療法対象者へ適切な検査・測定項目を挙げ、検査・測定の目的・手順を説明

できる 

② 臨床実習指導者の指示に従って、検査・測定を実践できる 

③ 検査・測定結果を理解することができるとともに、正確に記録し報告できる 

④ 提示された禁忌・注意事項や個人情報等の守秘義務を厳守できる 

⑤ 理学療法対象者への配慮ならびにリスク管理を行うことができる 

⑥ 臨床実習指導者のもとで、理学療法対象者、関連スタッフと良好な関係を築くこ

とができる 

⑦ 理学療法士を志す観点で行動し、適宜、臨床実習指導者へ報告・連絡・相談を行

うことができる 

 

授業内容 

検査・測定実習前後、実技試験を行い、学生個々の臨床能力を客観的に評価し、問題点を把握すると

ともに、施設実習に向けた準備学習を行う。臨床実習施設において臨床実習指導者のもとクリニカル・

クラークシップ形式で臨床実習を行い、検査・測定を体験し、理学療法士としての知識・技術を習得す

る。 

 

【資料２】 
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第 1回：検査・測定実習前 実技試験（学内） 

第 2回：検査・測定実習オリエンテーション 施設見学 理学療法部門見学等 

第 3回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な検査測定の説明、模倣 

第 4回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 基本的な検査測定の説明、模倣、実施 

第 5回：理学療法検査測定体験 担当症例評価計画の立案 基本的な検査測定の説明、模倣、実施 

第 6 回：理学療法検査測定体験 担当症例評価計画の立案と確認 基本的な検査測定の説明、模倣、

実施 

第 7回：理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施  

第 8回：理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施  

第 9回：担当症例への理学療法検査測定実施 検査・測定実習評価、振り返り 

第 10回：検査・測定実習後 実技試験 学内振り返り（学内） 

 

 

 

  

評価法基準 施設評価 40％（実習指導者評価より判定する）、実習前後 実技試験 40％、実習記録

20％（実習内容（記録方法含む）を確認、また自己学修内容を踏まえて総合的に評価）

施設評価・実習前後 実技試験・実習記録にて総合的に評価する。これらの点数配分に関

しては、学生の習熟度に応じて変更することがある。 

教科書・参考書 各科目で使用した教科書を参考にする 

 理学療法テキスト 理学療法評価学Ⅰ 石川朗 中山書店 

 診察と手技がみえる１ Vol.1 古谷伸之 メディックメディア 

 新・徒手筋力検査法第 9版  Helen J.Hislop 著、津山直一 訳 協同医書 

 ベッドサイドの神経の診かた 田崎義昭 他 南山堂 

 理学療法評価学 改訂第 5版 松澤正他 金原出版 

履修上の注意 1 単位の臨床実習科目となるため施設実習は一週間 40 時間以内、学内演習および自

己学修を含め 45 時間を上限とする科目となる。なお、自己研鑽については、この限り

ではない。 
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科目名 評価実習 担当教員 灰田 信英 

学科 理学療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 8単位 時間数 360時間 回数 1回 

 

授業概要 臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとで診療参加型かつクリニカル・

クラークシップ形式により理学療法評価を幅広く体験しながら理学療法実施上の問題

点を探索し、プログラム作成過程を習得する。この科目は、理学療法対象症例に対す

る評価方法の選択・実施、評価結果より問題点を抽出し、症例の障害像を把握する課

程を学修する。また、理学療法士としての役割をチーム医療の観点から学ぶため、適

宜、関連職種の業務体験や見学を行い、臨床実習指導者や症例担当者による理学療法

実施場面では、学生の可能な理学療法補助業務に積極的に参加させ、幅広く理学療法

場面を体験することで理学療法士に求められる知識、技術を習得する。 

実習前に運動器・神経・内部障害理学療法評価学及び実習に関する実技試験を、実

習後に学内課題発表・症例報告会（知識）と実技試験（技術、態度）を実施する。ま

た、実習後、学内セミナーにて、学修内容を担当教員と振り返り、実習内容を発表し、

討論することでさらに実習内容を深く修める。 

到達目標 ① 評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役割を理解することができる。 

② 理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守し、リスク管理を行うこと

ができる。 

③ 理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げて実施することができる 

④ 実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出することができる 

⑤ 実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を設定できる 

⑥ 実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法プログラムを作成で

きる 

⑦ 情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成し、記録と報告を行う

ことができる 

 

授業内容 

臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとにクリニカル・クラークシップ形式に理学療法

評価を体験し、以下の項目を実習する 

第 1～2回 ：学内オリエンテーション 評価実習前 実技試験（学内） 

第 3～4回 ：評価実習オリエンテーション 施設見学 理学療法部門他見学等 

第 5～6回 ：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模

倣、実施 

第 7～10回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 
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第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実

施 

第 14～16回：理学療法評価体験 担当症例評価計画の立案と確認 基本的な理学療法評価の説明、模

倣、実施 

第 17～20回：理学療法評価体験等 担当症例等へ理学療法評価実施 担当症例初期評価、治療計画、

目標作成 

第 21～25回：理学療法評価体験等 担当症例等への理学療法補助体験 担当症例初期評価振り返り  

第 26～29回：担当症例への理学療法再評価実施 担当症例等への理学療法補助体験 

第 30～34回：担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法補助体験 

第 35回  ：評価実習評価、評価実習振り返り（実習施設内） 

第 36～40回：評価実習後 評価実習振り返り（学内） 学内課題発表・症例報告会 実技試験 

 

  

評価法基準 実習施設の評価 40％（臨床実習指導者による評価）、実習前・実習後実技試験 40％、

学内課題発表・症例報告会 20％ 

臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価する。これらの点数配分に関

しては、学生の習熟度に応じて変更することがある。 

教科書・参考書 「理学療法士のための続症例レポートの書き方」宮原英夫 （朝倉書店：ISBN978-254-

33504-0） 

各専門科目で使用した教科書を参考にする 

履修上の注意 1 単位の臨床実習科目となるため施設実習は一週間 40 時間以内、学内演習および自

己学修を含め 45 時間を上限とする科目となる。なお、自己研鑽については、この限り

ではない。 
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科目名 総合実習 担当教員 清宮 清美 

学科 理学療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 8単位 時間数 360時間 回数 1回 

 

授業概要 臨床実習指導者の指導の下で診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式によ

り、学内で学修した理学療法評価、治療を基に理学療法対象者の評価、結果の統合と解

釈、治療計画の立案と実施、記録・報告等の理学療法の一連の過程について、臨床現場

で模倣しながら体験・実践する。理学療法評価から治療目標を設定し、治療プログラム

を作成する。加えて基本的な治療手技を実施する。総合実習前と総合実習後は、OSCE

（Objective Structured Clinical Examination；客観的臨床能力試験）を実施し、理

学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度を評価した上で、理学療法士とし

て必要な知識、態度や技能について、理学療法対象者を想定しての臨床能力を客観的

に確認する。総合実習では、学生が 1 日の実習行動計画を作成し、実習内容を実習記

録へ記載した上、臨床実習指導者へ報告する。臨床実習指導は、臨床実習指導者と専任

教員が連携し、適宜、必要に応じて連絡を取り合い、学生の実習状況についての情報を

共有し、助言・指導を行う。 

総合実習後、学内セミナーにて、総合実習において体験・学修内容を発表し討論した

上で、担当教員と振り返り理学療法の実践能力について学修内容を深める。 

到達目標 ① 臨床実習施設における理学療法及び理学療法士の役割を理解し行動することがで

きる 

② 理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個人情報等の守秘義務を厳守し、

基本情報を基に疾患や障害の特徴、リスク管理を行うことができる 

③ 臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計画・立案を作成する

ことができる 

④ 臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の結果を解釈し、国際

生活機能分類（ICF）を用いて、対象者の全体像を把握し、解決すべき課題を抽出す

ることができる 

⑤ 臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法目標を設定することができ

る 

⑥ 理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に記録・報告す

ることができる 

⑦ 臨床実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解することができる 

⑧ チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解することができる 

⑨ 総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セミナーにおいて発表

し討論することができる 
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授業内容 

臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとにクリニカル・クラークシップ形式により下記

の項目を行い、基本的な理学療法を修得する。 

 

第 1～2回 ：学内オリエンテーション 総合実習前 OSCE（学内） 

第 3～4回 ：総合実習施設内オリエンテーション 施設見学 理学療法部門他見学等 

第 5～6 回 ：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模

倣、実施 

第 7～10回 ：理学療法部門見学 担当症例の情報収集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例等へ評価計画の立案 基本的な理学療法の説明、模倣、実施 

第 14～16回：理学療法実施体験 担当症例等へ理学療法計画実施 基本的な理学療法の説明、模倣、実

施 

第 17～20回：理学療法体験等 担当症例等へ理学療法計画実施体験 基本的な理学療法の説明、模倣、

実施 

第 21～25回：理学療法再評価体験等 担当症例等への理学療法再評価体験 担当症例再評価・振り返り 

第 28～29 回：担当症例への理学療法実施 担当症例等への理学療法補助体験 他部門および他職種と

の連携体験 

第 30～34 回：担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法体験 他部門および他職

種との連携体験 

第 35回  ：総合実習評価、総合実習振り返り（実習施設内） 

第 36～40回：総合実習後 OSCE 総合実習振り返り（学内） 学内課題発表 症例報告会 

 

  

評価法基準 実習先施設の評定 40％、筆記試験・実習前実習後 OSCE 30％、学内の課題発表 30％

（実習課題の発表、症例検討会）臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評

価する。これらの点数配分に関しては、学生の習熟度に応じて変更することがある。 

教科書・参考書 適宜指示する 

各専門科目で使用した教科書 

履修上の注意 1 単位の臨床実習科目となるため施設実習は一週間 40 時間以内、学内演習および自

己学修を含め 45 時間を上限とする科目となる。なお、自己研鑽については、この限り

ではない。 
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科目名 評価実習Ⅰ 担当教員 近野 智子 

学科 作業療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 3単位 時間数 135時間 回数 1回 

 

授業概要 

 

評価実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の作業療法の現場において、学内での

講義・実習で習得した評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と論理的考察の過程を学ぶ

ことを目的とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、

面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価結果を記録する。また、いくつかの内

容について対象者の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像またはその一部について論理

的に考察することを目標とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、複数の対

象者に対して基本的な評価手技を行い、評価の実施については、指導者の実践場面の見学か

ら模倣、指導者の監視下での実施へと、学生の習熟度に応じて段階的に行う。実習前には、

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有

し、作業療法士としての知見や理解を深める。 

到達目標 

 

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5. 実習内容について記録・報告をすることができる 

 

授業内容 

評価実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の医療・福祉分野の施設において、臨地実務実習指導

者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法評価を実際に実施し、作業療法評価の過程

を体験する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュール、実習

生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標

と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実習前には、「事前評価」として実技試験を実施し、「臨

地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価実習においては、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ。具体的には、

対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報告を行う。

また、評価結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察する。実習の過程においては、臨地実務実習指導

者による指導のもとで、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、模倣しなが

ら学習し、臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重ねる。実習におい

ては、対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、対象者やその家族、施

設の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、保健医療専門職としての高

い倫理観と基本的態度を身につける。 

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法

士としての知見や理解を深める。 
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【学外実習前】 

・オリエンテーション 

○1コマ 90分×1回（評価実習Ⅱと共通） 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実

習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・実技試験 

○1コマ 90分×5回（評価実習Ⅱと共通） 

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

 

【施設実習】 

○80時間（8時間×10日間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

    8:30         12:00    13:00                17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～9日目 CCS・他  CCS・他 

10日目 CCS・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

※ 実習時間は、1 日 8 時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 

※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下、診療参加型でさまざまな評価とその

考察過程を学ぶ。 

※ 最終日には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 

 

【事後の振り返りとまとめ】 

○1コマ 90分×4回 

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見や

理解を深める。 

 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「評価実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前に行う技能評

価等を総合して行う。 

教科書・参考書 「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で臨むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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科目名 評価実習Ⅱ 担当教員 近野 智子 

学科 作業療法学科 学年 2学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 2単位 時間数 90時間 回数 １回 

 

授業概要 

 

評価実習Ⅱでは、評価実習Ⅰで経験した障害領域とは異なる、身体障害領域または

精神障害領域の作業療法の現場において、学内での講義・実習で習得した評価手技を

実際に体験し、評価結果の記録と論理的考察の過程を学ぶことを目的とする。本実習

では、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、面接、観察、検査・測

定等の評価手技を体験し、評価結果を記録する。また、いくつかの内容について対象者

の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像またはその一部について論理的に考察する

ことを目標とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、複数の対象者に対

して基本的な評価手技を行い、評価の実施については、指導者の実践場面の見学から

模倣、指導者の監視下での実施へと、学生の習熟度に応じて段階的に行う。実習前に

は、「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を

行う。実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。 

到達目標 

 

1.職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2.対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3.許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4.対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5.実習内容について記録・報告をすることができる 

 

授業内容 

評価実習Ⅱでは、身体障害領域または精神障害領域の医療・福祉分野の施設において、臨地実務実習指

導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法評価を実際に実施し、作業療法評価の

過程を体験する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュール、

実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、到達

目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実習前には、「事前評価」として実技試験を実施

し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

評価実習においては、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ。具体的には、

対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報告を行

う。また、評価結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察する。実習の過程においては、臨地実務実

習指導者による指導のもとで、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、模

倣しながら学習し、臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重ねる。

実習においては、対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、対象者や

その家族、施設の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、保健医療専

門職としての高い倫理観と基本的態度を身につける。 

なお、評価実習Ⅱでは、臨地実務実習で経験すべきさまざまな障害、病期、年齢層を考慮し、評価実習
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Ⅰとは異なる経験ができる施設での実習とする。 

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療

法士としての知見や理解を深める。 

 

【学外実習前】 

・オリエンテーション 

○1コマ 90分×1回（評価実習Ⅰと共通） 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実

習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・実技試験 

○1コマ 90分×5回（評価実習Ⅰと共通） 

「事前評価」として実技試験を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認を行う。 

 

【施設実習】 

○80時間（8時間×10日間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

 8:30         12:00    13:00               17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～9日目 CCS・他  CCS・他 

10日目 CCS・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

※ 実習時間は、1 日 8 時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 
※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下で診療参加型でさまざまな評価とそ

の考察過程を学ぶ。 
※ 最終日には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 

 
【事後の振り返りとまとめ】 

○1コマ 90分×4回 

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。 

○1コマ 90分×1回 

評価実習Ⅰ・Ⅱの総括 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「評価実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前に行う技能評

価等を総合して行う。 

教科書・参考書 「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で臨むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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科目名 総合実習Ⅰ 担当教員 坂本 俊夫 

学科 作業療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 9単位 時間数 405時間 回数 １回 

 

授業概要 

 

総合実習Ⅰでは、保健医療における作業療法の現場において、学内での講義・実習で

習得した評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と全体像の考察、作業療法計画の

立案とその実施および再評価を実践し、作業療法過程の体験と論理的考察のプロセス

を学ぶことを目的とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同

意を得て、面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価結果を記録する。また、

いくつかの内容について対象者の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像について論

理的に考察し、作業療法目標に基づく治療・指導・援助の計画立案を行う。作業療法計

画に基づいて治療・指導・援助を実施し、その効果判定のために必要な評価を実施し、

作業療法の効果について考察する。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の下で、指

導者の実践場面の見学から模倣、指導者の監視下での実施へと、学生の習熟度に応じ

て段階的に行う。実習前には、「事前評価」として筆記試験と OSCE（客観的臨床能力試

験）を実施し、「臨地実務実習前評価」を行う。実習終了後には、実習内容の症例報告

会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法

士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地実務実習

後評価」としての技術確認を行う。 

到達目標 

 

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5. 対象者の作業療法計画を立案できる 
6. 対象者へ作業療法の治療・指導・援助を実施することができる 
7. 作業療法の成果を再評価にて確認し、必要に応じて作業療法計画を見直すことがで

きる 
8. 実習内容について記録・報告をすることができる 
9. 管理・運営について理解することができる 

 

授業内容 

総合実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の保健医療分野の施設において、臨地実務実習指

導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法評価、全体像のまとめ、作業療法計

画とその実施、再評価による効果の確認と作業療法計画の見直しを実際に体験し、作業療法臨床実践の

過程を学習する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュー

ル、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方法、

到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実習前には、「事前評価」として筆記試験と

OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」を行う。総合実習においては、臨地実務
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実習指導者の指導の下で、作業療法評価から治療・指導・援助の実施、再評価に至る一連の実践過程を

学ぶ。具体的には、対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定の実施、評価

結果の記録と報告を行う。また、評価結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察し、作業療法計画

を立案する。また許容された範囲で作業療法を実施し、その効果について再評価を行い、必要に応じて

作業療法計画の見直しを行う。実習の過程においては、臨地実務実習指導者による指導のもとで、臨地

実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、模倣しながら学習し、臨地実務実習

指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重ねる。実習においては、対象者の人権

を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、対象者やその家族、施設の職員に対し

て敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、保健医療専門職としての高い倫理観と

基本的態度を身につける。実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対

象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面

は、OSCEを行い、「臨地実務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

【学外実習前】 

・オリエンテーション・筆記試験（総合実習Ⅱと共通） 

○1コマ 90分×2回 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実務

実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・OSCE（客観的臨床能力試験）（総合実習Ⅱと共通） 

○2日間 

「事前評価」として OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確認

を行う。 

 

【施設実習】 

○360時間（8時間×40日間：5日間×8週間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

8:30           12:00    13:00              17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～ CCS・他  CCS・他 

20日目前後 CCS・他  CCS・中間のまとめ、振り返り・他 

38日目 CCS・他  CCS・他 

39・40日目 CCS・まとめ・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

 

※ 実習時間は、1日 8時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 

※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下で診療参加型でさまざまな評価とその考

察過程を学ぶ。また、加えて、作業療法の治療・指導・援助についても学ぶ。 

※ 最終日前後には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 
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【事後の振り返りとまとめ】 

○2日間 

実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地実

務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

  

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「総合実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前に行う技能評

価等を総合して行う。 

教科書・参考書 「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で挑むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 
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科目名 総合実習Ⅱ 担当教員 坂本 俊夫 

学科 作業療法学科 学年 4学年 

学期 前期 必修 / 選択 必修 授業形態 臨地実務実習 

単位数 9単位 時間数 405時間 回数 １回 

 

授業概要 

 

総合実習Ⅱでは、総合実習Ⅰと異なる施設で、特徴の異なる対象者に対して実習を行

う。学内での講義・実習で習得した評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と全体像

の考察、作業療法計画の立案とその実施および再評価を実践し、作業療法過程の体験と

論理的考察のプロセスを学ぶことを目的とする。本実習では、臨地実務実習指導者の指

導の下で、対象者の同意を得て、面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価

結果を記録する。また、いくつかの内容について対象者の利点と問題点を抽出し、対象

者の全体像について論理的に考察し、作業療法目標に基づく治療・指導・援助の計画立

案を行う。作業療法計画に基づいて治療・指導・援助を実施し、その効果判定のために

必要な評価を実施し、作業療法の効果について考察する。本実習では、臨地実務実習指

導者の指導の下で、指導者の実践場面の見学から模倣、指導者の監視下での実施へと、

学生の習熟度に応じて段階的に行う。 

実習前には、「事前評価」として筆記試験と OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、

「臨地実務実習前評価」を行う。実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発

表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地実務実習後評価」として

の技術確認を行う。 

到達目標 

 

1. 職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 
2. 対象者に応じた評価計画を立てることができる 
3. 許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体像を把握できる 
4. 対象者の全体像について、論理的に考察をすることができる 
5. 対象者の作業療法計画を立案できる 
6. 対象者へ作業療法の治療・指導・援助を実施することができる 
7. 作業療法の成果を再評価にて確認し、必要に応じて作業療法計画を見直すことが

できる 
8. 実習内容について記録・報告をすることができる 
9. 管理・運営について理解することができる 

 

授業内容 

総合実習Ⅱでは、臨地実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対する作業療法

評価、全体像のまとめ、作業療法計画とその実施、再評価による効果の確認と作業療法計画の見直しを

実際に体験し、作業療法臨床実践の過程を学習する。本実習に先立ち、学内でオリエンテーションを行

い、実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地

実務実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。実

習前には、「事前評価」として筆記試験と OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評
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価」を行う。 

総合実習においては、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価から治療・指導・援助の実

施、再評価に至る一連の実践過程を学ぶ。具体的には、対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面

接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報告を行う。また、評価結果に基づき、対象者の全体

像を論理的に考察し、作業療法計画を立案する。また許容された範囲で作業療法を実施し、その効果に

ついて再評価を行い、必要に応じて作業療法計画の見直しを行う。実習の過程においては、臨地実務実

習指導者による指導のもとで、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観察し、

模倣しながら学習し、臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施できるように学習を積み重

ねる。実習においては、対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとともに、

対象者やその家族、施設の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過程を体験することにより、

保健医療専門職としての高い倫理観と基本的態度を身につける。 

なお、総合実習Ⅱでは、実習で経験すべきさまざまな障害、病期、年齢層を考慮し、総合実習Ⅰとは

異なる経験ができる施設での実習とする。 

実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地

実務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

【学外実習前】 

・オリエンテーション・筆記試験（総合実習Ⅰと共通） 

○1コマ 90分×2回 

実習の目的と意義、スケジュール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理を含む）、臨地実

務実習指導者及び本学との連絡方法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の説明を行う。 

 

・OSCE（客観的臨床能力試験）（総合実習Ⅰと共通） 

○2日間 

「事前評価」として OSCE（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術確

認を行う。 

 

【施設実習】 

○360時間（8時間×40日間：5日間×8週間） 

○実習内容：臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ 

    8:30        12:00    13:00                17:30 

1日目 オリエンテーション・他 昼休み CCS・他 

2日目～ CCS・他  CCS・他 

20日目前後 CCS・他  CCS・中間のまとめ、振り返り・他 

38日目 CCS・他  CCS・他 

39・40日目 CCS・まとめ・他  CCS・まとめ、振り返り・他 

※ 実習時間は、1日 8時間として、指導者の勤務時間や実習施設の特徴に応じる。 

※ CCS（クリニカルクラークシップ）として、指導者の指導の下で診療参加型でさまざまな評価と

その考察過程を学ぶ。また、加えて、作業療法の治療・指導・援助についても学ぶ。 
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※ 最終日前後には、学生と指導者の相互の振り返りを行う。 

 

【事後の振り返りとまとめ】 

○2日間 

実習終了後には、実習内容の症例報告会・学内課題発表を実施し、異なる対象・施設での経験を学生

同士で共有し、作業療法士としての知見や理解を深める。また、技術・態度面は、OSCEを行い、「臨地

実務実習後評価」としての技術確認を行う。 

 

 

評価法基準 最終評定は、臨地実務実習指導者が報告する「総合実習評価表」に基づく習得度の

評価を参考にし、担当教員が実習終了後の学内報告及び議論や、実習前後に行う技能

評価等を総合して行う。 

教科書・参考

書 

「臨地実務実習の手引き」（大学で作成した配布資料） 

履修上の注意 実習に際しては、学生としてふさわしい身だしなみ、服装、態度で臨むこと。実習

は、主体的に学ぶ姿勢を心がけ、自ら疑問を持ち、積極的に実習指導者に質問や指導

を求めることが重要である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査意見への対応を記載した書類（７月） 

リハビリテーション学部 

全学共通 

  



 

 

審査意見への対応を記載した書類（７月） 

リハビリテーション学部 全学共通 

目  次 

 

1. 【全体計画審査意見３（１）、（２）、４（１）、（２）の回答について】 ............. 1 

＜ディプロマ・ポリシー等が不明確＞ 

理学療法学専攻、作業療法学専攻を各学科とする計画に変更されているが、見直しされ

たディプロマ・ポリシーの内容は、各学科に大きな差異はなく、異なる資格に係る人材を

養成するものとして妥当であるとは認められない。また、展開科目についても、各学科で

同じ授業科目の設定で、必修科目の設定も全く同じとなっており、社会的ニーズを踏まえ

たものであるかどうか不明確である。異なる資格に係る人材を養成するものとして、展開

科目の妥当性を明確にするか、適切に修正の上、異なる資格に係る人材の養成にふさわし

いディプロマ・ポリシー等に修正すること。なお、１つの学部に２学科を置くのであれば、

各学科の学生が交流できることが有益であると考えられることから、例えば、講義や演習

等による合同授業の設定など検討すること。 

2. 【全体計画審査意見６の対応について】 ....................................... 27 

＜長期履修制度の取扱いが不明確＞ 

長期履修を許可する事務手続や長期履修が認められた場合の授業料の取扱いについて

は、休学する場合の取扱いとの違いを含めて明確にすること。 

3. 【全体計画審査意見７の回答について】 ....................................... 29 

＜基礎科目の内容が不十分＞ 

「情報リテラシー」の到達目標の内容は、情報倫理に関する内容が主体となっているこ

とから、リテラシーを学ぶ科目とするのであれば、それにふさわしい内容に改めること。

また、「教科書・参考書」については、「必要に応じて参考資料配布」となっているが、学

生が予習を行うことができないことが想定されるため、あらかじめ指定することを合わ

せて検討すること。なお、「情報リテラシー」と「ICT概論」のシラバスの授業内容は、一

部重複する内容があるため、妥当性を説明するか、必要に応じて修正すること。 

4. 【全体計画審査意見９（１）の回答について】 ................................. 32 

＜展開科目の妥当性が不明確＞ 

異なる資格に係る人材を養成する計画であるが、展開科目の設定が各学科で同じ授業

科目の設定で、必修科目の設定も全く同じとなっており、社会的ニーズを踏まえたもので

あるかどうか不明確である。異なる資格に係る人材を養成するものとして、展開科目の妥

当性を明確にするか、適切に修正すること。なお、展開科目においては多様な領域を設定

している観点から、それらで学んだ学修内容を統合する学修機会を設定することが教育

効果の観点から有効と考えられるため、検討すること。また、経営分野の配置の考え方の

説明において、「経営分野は、ディプロマ・ポリシーにおける「課題解決力」と「組織に



 

 

おける経営・マネジメント力」に関わる能力の育成を主に担う分野として設定した」とあ

るが、「課題解決力」の育成については、本経営分野の授業科目だけでは育成することが

困難であると考えられるが、妥当性を説明するか修正すること。 

5. 【全体計画審査意見１０（１）の回答について】 ............................... 57 

＜成績評価が不明確＞ 

既設の専門学校と専門職大学の成績評価の違いについての回答は、主として評価手順

についての回答となっていることから、質的にどのような違いがあるのか判断できない

ため、専門職大学としてふさわしい成績評価となっていることを明確にすること。また、

「客観的臨床能力試験（OSCE）」の成績評価が一括して５段階評価を行うように設定され

ているように見受けられるが、本来、本試験は臨床実習を行う臨床能力を身に付けている

かどうかについて、各実技を工程ごとに判定するものであるため、適切に改めること。さ

らに、成績評価については、「科目責任者である教員が責任を持って成績評価及び担当教

員が行う」とされているが、科目責任者１名で全ての学生の成績評価等を行うことができ

るのか懸念されるため、妥当性を説明するか修正すること。 

6. 【全体計画審査意見１２（１）の回答について】 ............................... 89 

＜大学設置の必要性に係る授業科目が不明確＞ 

大学設置の必要性で掲げられている「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」に

係る学修内容を追加したとの一応の説明はされているが、追加された科目を含め、配置さ

れているのは一般的な科目となっていると考えられるため、大学設置の必要性で説明さ

れている課題に対応できる科目配置や内容となっているのか不明確であるため、明確に

すること。 

7. 【全体計画審査意見１３の回答について】 .................................... 112 

＜履修モデルの妥当性が不明＞ 

別途指摘しているディプロマ・ポリシー等の改善を求める審査意見や展開科目の妥当

性に係る審査意見に対応した上で、改めて履修モデルの妥当性を示すこと。 

8. 【全体計画審査意見１４の回答について】 .................................... 129 

＜総合科目の履修設定が不明確＞ 

各専攻における総合科目の設定の考え方が示されたが、各専攻で大きく異なる考え方

となっている。異なる職業資格であるものの同一学部に設置する学科での人材養成にお

ける妥当性や当該職業資格に係る資質・能力の修得の観点から、妥当性を明確にすること。 

9. 【全体計画審査意見１５の回答について】 .................................... 134 

＜授業科目の到達目標等が不明確＞ 

科目名及び内容が見直しされた「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」については、到達

目標も見直されたが、どのような考え方に基づいて設定されているのか説明すること。ま

た、当該科目の基礎となる理論や概念的な内容を学ぶ科目の説明があるが、そのうち基礎

科目に配置されている「社会学」については選択科目となっており学修効果に支障がない



のか明確にすること。また、当該科目の単位数を計２単位から３単位に増加させているが、

どのような考え方に基づき単位数を増加させたのか明確にすること。 

10.【 全 体 計 画 審 査 意 見 １ 7 の 回 答 に つ い て 】

 ......................................................................... 137 

＜専任教員の担当単位数の妥当性が不明確＞ 

専任要因の担当単位数が過大との指摘に対して、「年間担当開講数 12を目安に」に担当

科目の調整を行ったとしているが、専任教員の中には兼担教員としての担当分を示して、

教育負担が過重となっていないこと及び研究活動に支障がないことを明確にすること。 

11.【 全 体 計 画 審 査 意 見 １ 7 の 回 答 に つ い て 】

 ......................................................................... 156 

＜専任教員の専任性に疑義＞ 

月額基本給が少額で、かつ、担当する授業科目数及び単位数が少数で、専門職大学設置

基準に規定する専任教員として疑義があることから、妥当性を明確にすること。 



1 

（是正事項） 全学共通 

【大学等の設置の趣旨・必要性】 

１． 【全体計画審査意見３（１）、（２）、４（１）、（２）の回答について】 

＜ディプロマ・ポリシー等が不明確＞ 

理学療法学専攻、作業療法学専攻を各学科とする計画に変更されているが、見直しされたデ

ィプロマ・ポリシーの内容は、各学科に大きな差異はなく、異なる資格に係る人材を養成す

るものとして妥当であるとは認められない。また、展開科目についても、各学科で同じ授業

科目の設定で、必修科目の設定も全く同じとなっており、社会的ニーズを踏まえたものであ

るかどうか不明確である。異なる資格に係る人材を養成するものとして、展開科目の妥当性

を明確にするか、適切に修正の上、異なる資格に係る人材の養成にふさわしいディプロマ・

ポリシー等に修正すること。なお、１つの学部に２学科を置くのであれば、各学科の学生が

交流できることが有益であると考えられることから、例えば、講義や演習等による合同授業

の設定など検討すること。 

（対応） 

審査意見を受け、理学療法士・作業療法士それぞれの特性を鑑み、展開科目の科目構成を

見直した。展開科目の修正も踏まえ、理学療法学科、作業療法学科の資格の特性に応じたデ

ィプロマ・ポリシーとして、以下のように修正した。 

■理学療法学科のディプロマ・ポリシー

新 旧 

Ｄ１）保健医療分野の専門性 Ｄ１）保健医療分野の専門性 

理学療法に関わる専門的な知識や技術を修

得し、様々な疾患や障害により理学療法を必

要とする対象者に対し、適切で専門的な理学

療法を行い、社会適応するための支援ができ

る。 

理学療法士として保健医療分野における疾病

や障害等に対する専門知識と技術を修得し、

対象者の支援のために適切に活用することが

できる。 

Ｄ２）共生社会の理解 Ｄ２）共生社会の理解 

理学療法の専門職としての役割に加え、共生

社会の理念を実践する理学療法士としての自

覚を持ち、組織や地域社会に貢献することが

できる。 

共生社会の概念を理解し、理学療法士とし

て、障がい者や高齢者など多様な生活者が共

生できる社会の実現に意識を置きながら行動

することができる。 

Ｄ３）課題解決力 Ｄ３）課題解決力 

身体運動に関する医療専門職である理学療

法士として、対象者の立場や背景、ニーズ等

理学療法士として対象者が直面する様々な課

題について、その背景やニーズを把握し、対象
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を把握した上で、適切に病態や障害を評価

し、運動機能の回復・維持等に対する課題解

決に取り組むことができる。 

者の立場を理解した上で、リスクや医療倫理に

配慮しながら課題解決に向け適切に行動する

ことができる。 

Ｄ４） 応用力 Ｄ４）応用力 

理学療法の専門性である身体運動分野等に

隣接する他分野へ視野を広げ、対象者のQOL

維持・向上や健康寿命の延伸に向けた理学療

法の応用・展開に取り組むことができる。 

多様な生活者の QOL の維持・向上に向け、理

学療法士としての保健医療の専門性にとどまら

ず、関連する他分野の知識を応用し、視野を

広げて業務に取り組むことができる。 

Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や理学療法に取り組む組織・人

材マネジメント等に関する基礎知識を身に付

け、保健医療経営やマネジメント等の課題に

幅広く対応できる。 

理学療法士として経営・マネジメントの素養を

身に付け、多職種及び地域との協働・連携を

行い、組織が直面する諸課題の改善に取り組

むことができる。 

■作業療法学科のディプロマ・ポリシー

新 旧 

Ｄ１）保健医療分野の専門性 Ｄ１）保健医療分野の専門性 

作業療法に関わる専門的な知識や技術を修

得し、身体的及び精神的なリハビリテーション

を必要とする対象者に、日常生活・社会生活

を実現するための支援ができる。 

保健医療分野における作業療法士としての必

要な教養や専門知識・技術を身に付け、対象

者の日常生活の支援のために適切に活用する

ことができる。 

Ｄ２）共生社会の理解 Ｄ２）共生社会の理解 

作業療法の専門職としての役割に加え、共生

社会の理念を実践する作業療法士としての自

覚を持ち、組織や地域社会に貢献することが

できる。 

共生社会の概念を理解し、障がい者や高齢者

など多様な生活者が共生できる社会の実現に

意識を置きながら、作業療法士として行動する

ことができる。 

Ｄ３）課題解決力 Ｄ３）課題解決力 

生活支援を行う医療専門職である作業療法士

として、適切な評価を通して、対象者が実現し

たい生活行為等を把握し、日常生活・社会生

活に必要な能力の維持・回復等に関する課題

解決に取り組むことができる。 

作業療法士が直面する様々な課題の解決に

向け、論理的知識と実践的知識の両者を駆使

し、対象者に寄り添い立場を尊重した上で、適

切に行動することができる。 

Ｄ４）応用力 Ｄ４）応用力 

作業療法の専門性である生活支援分野等に

隣接する他分野へ視野を広げ、対象者のQOL

QOLの維持・向上や健康寿命の延伸に向け、

探究心を持ち、作業療法の専門分野のみなら
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維持・向上や健康寿命の延伸に向けた作業療

法の応用・展開に取り組むことができる。 

ず、関連する他分野の知識を応用し、視野を

広げて業務に取り組むことができる。 

Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や作業療法に取り組む組織・人

材マネジメント等に関する基礎知識を身に付

け、保健医療経営やマネジメント等の課題に

幅広く対応できる。 

経営・マネジメントの素養を身に付け、協調性

を持ち、組織が直面する諸課題の改善に取り

組むことができる 

 

 

■展開科目の修正 

【３月補正申請時点の展開科目の科目設定】 

３月補正申請時の展開科目の科目構成は、「組織の経営・マネジメント」は異なる資格で

あっても共通して必要な能力であることから学部共通としたが、「隣接他分野」の科目は養

成する資格の特性に応じて必修科目を学科別に設定していた。即ち、基本的動作能力の回復

を図るため、運動療法や物理療法を用いる理学療法に隣接する科目として「身体障害への支

援システム工学Ⅰ・Ⅱ」を理学療法学科の必修科目とし、作業を通じて日常生活や社会参加

への支援を行う作業療法に隣接する科目として「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」

を作業療法学科の必修科目として設定し、資格の特性に応じた科目構成としていた。 

 

図表 １-１ 展開科目の学科別科目構成（３月補正申請） 

科目 単位数 理学療法学科 作業療法学科 

共生福祉論Ⅰ・Ⅱ 3 ● ● 

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 3 ● 〇 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 3 〇 ● 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

共生社会における災害行政Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

障害児教育における学校支援Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーシ

ョンⅠ・Ⅱ 
3 〇 〇 

●：必修・主要科目  〇：選択科目    

 

上記のとおり学科別に異なる科目構成としていたものの、今回の審査意見の指摘を受け、

異なる資格に関わる人材を養成する上で社会的ニーズを踏まえたより妥当な科目構成とな

るよう、科目構成を修正した。 
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【展開科目の分野の科目設定修正の考え方】 

展開科目は、「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」の２つの分野で構成してい

た。展開科目は、ディプロマ・ポリシーにおいて「共生社会の理解」「応用力」及び「組織

の経営・マネジメント」に関わる能力を育成する。「隣接他分野」は「共生社会の理解」と

「応用力」を育成する分野として、「組織の経営・マネジメント」は「組織の経営・マネジ

メント」に関わる能力を育成する分野として設定した。 

一方、「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」の２つの分野について、「それらで

学んだ学修内容を統合する学修機会を設定することが教育効果の観点から有効」という審

査意見４の指摘を受け、学修内容を統合する科目を追加し、「統合分野」を設け科目を配置

した。 

 

「隣接他分野」は、ディプロマ・ポリシーにおける「共生社会の理解」及び「応用力」に

関わる能力を育成する。保健医療に隣接する他分野の知識・技術、理論を学ぶことで、主に

健康寿命の延伸や在宅医療の推進に寄与する能力、幅広い視野を修得することを目的とし

ている。これらの能力や視野を会得することで、理学療法士・作業療法士の活動の可能性を

広げる隣接する他分野について学修する科目を配置している。 

「組織の経営・マネジメント」は、ディプロマ・ポリシーにおける「組織における経営・

マネジメント力」に関わる能力の育成を主に担う分野として設定した。経営分野の基礎とな

る理論や知識を学ぶとともに、それらが実際の企業や事業体・組織でどのように展開されて

いるかを事例を通して学び、経営全般の知識を体系的に修得するとともに、保健医療分野の

経営についても学び、応用力と実践力を高めていく。 

「組織の経営・マネジメント」で育成する能力は、異なる資格であっても共通して必要な

能力と考えている。そのため、今回の審査意見の指摘である「異なる資格に係る人材を養成

する」にあたっても、「組織の経営・マネジメント」分野の科目は２学科共通に配置し、資

格特性に対応した能力は「隣接他分野」の科目で育成する、という考え方で修正を行った。 

 

 

【展開科目の妥当性と社会的ニーズ】 

①「隣接他分野」を構成する科目設定の考え方と各学科の特性に対応した科目構成の修正 

「隣接他分野」は、図表 １-１のとおり、３月補正申請時もそれぞれの学科の特性と社会

的ニーズを鑑み科目を設定していたが、今回の審査意見を受け、各学科で育成する人材に求

められる能力を精査し、科目構成を修正した。 

３月補正申請時に追加したリハビリテーション専門職にとっての“共生福祉”の意味と意

義を明らかにし、地域社会において多職種による連携・協働、市民の協力を得た上でのネッ

トワーキングの必要性を具体的かつ実践的に学んでいく科目である「共生福祉論Ⅰ」「共生

福祉論Ⅱ」は、今回「隣接他分野」の科目構成を修正するにあたり、科目内容を精査し、講
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義科目の「共生福祉論」のみへ変更した。本科目は学部共通科目であり、本科目で共生社会

について学修したのち、隣接他分野の他の科目を履修する。 

次に、その他の科目について、学科別に説明を行う。 

 

 

＜理学療法学科＞ 

理学療法学科は、「隣接他分野」によって「身体機能の低下の予防や回復に隣接する分野

の知識や技術を修得し、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOLの維持・向上に創造

的な役割を果たし、共生社会の実現に寄与する能力」を育成する、と整理した。 

本学は「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」を設置の必要性として掲げている。

「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」には、「予防」が重要な要素である。身体

機能の回復だけでなく、健康増進という観点で、あるいは高齢者の転倒予防など、「予防」

においても理学療法士に期待される役割は高まっている。高齢化の進展により「在宅医療・

介護の推進」においては、在宅での運動機能回復への支援に加え、住み慣れた家・地域で生

活するために、福祉用具や機器の活用などでの自立支援も理学療法士にとって重要な役割

となっている。 

そこで理学療法学科では、「隣接他分野」で育成する能力を、「身体機能の低下の予防や回

復に隣接し、多様な生活者の QOLの維持・向上に貢献する能力」と設定し、「身体障害への

支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」、「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」、「障害者の社会

参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」という隣接する他分野の科目を配置した。 

また、本学は「共生社会の実現」を建学の精神に掲げており、多様な人々が共生できる社

会の実現に貢献できる人材を育成に向け、聴覚障害者の心のバリアを取り除くコミュニケ

ーション手段、及び高齢者や障がい者の物理的バリアやユニバーサルデザインについて学

修する機会を設けるため、「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」と「ユ

ニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」という隣接する分野を選択科目として配置した。 

 

 

＜作業療法学科＞ 

作業療法学科は、「隣接他分野」によって「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に

関連する分野の知識や技術を修得し、その知識を応用することで、多様な生活者の健康寿命

の延伸や QOLの維持・向上に創造的な役割を果たし、共生社会の実現に寄与する能力」を育

成する、と整理とした。 

高齢者や障がい者、在宅医療生活を送る人々の生きがいを支援することは作業療法士の

重要な役割の一つである。生きがいや外出支援に関わる作業療法に隣接する他分野の知識

は、従来の作業療法士養成教育には含まれていないため、卒業後、作業療法士として活動し

ながら独学で身に付けている。 
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そこで作業療法学科では、専門職大学として高度な専門職を養成する観点から、「隣接他

分野」において育成する能力を、「「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に隣接し、多

様な生活者の QOLの維持・向上に貢献する能力」と設定し、「ユニバーサルツーリズムと外

出支援Ⅰ・Ⅱ」、「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」「音楽療法による QOLの維持向上

Ⅰ・Ⅱ」という隣接する他分野の科目を配置した。 

本学の建学の精神である「共生社会の実現」のため、作業療法学科では、多様な人々が共

生できる社会の実現に貢献できる人材を育成に向け、聴覚障害者の心のバリアを取り除く

コミュニケーション手段、及び福祉用具や機器の活用などでの自立支援について学修する

機会を設けるため、「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」と「身体障害

への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」を選択科目として配置した。 

 

②「組織の経営・マネジメント」を構成する科目設定の考え方 

学生が将来、理学療法士・作業療法士としてキャリアを積み、所属する組織でマネジメン

トに関わるようになった際必要となる知識が、「組織の経営・マネジメント」である。 

理学療法や作業療法の専門職として医療機関等に就職した後、リーダー層、管理職層へと

ステップアップすることが想定されるが、その際には保健医療専門職としての知識に加え、

経営・マネジメントの素養が求められる。組織の方向性を検討・策定し、その実行のための

人材マネジメントを行うための知識や考え方は、理学療法士・作業療法士の養成教育には含

まれず、独学で、あるいはその組織のやり方を踏襲する、などにより修得・対応している。 

本学では将来のリーダー層の育成を目指す教育を行うことから、将来必要となることが

想定される知識として経営にかかわる学修を行う必要があると考え、「組織の経営・マネジ

メント」を設定した。 

また、「隣接他分野」では、理学療法士・作業療法士の活躍の場を広げる隣接する他分野

を学修するが、理学療法・作業療法に隣接するアイデアを構想としてまとめ展開するために

も経営分野の知識は有益である。  

 このような考え方から、「組織の経営・マネジメント」を展開科目の分野として設定し、

組織のリーダー層に必要な経営分野の科目を配置した。なお、4ページの【展開科目の分野

の科目設定修正の考え方】で説明したように「組織の経営・マネジメント」は学部共通科目

とし、経営・マネジメントの骨格となる「実務リーダーのための経営戦略論」と「組織・人

材マネジメントの理論と実践」を主要科目として、「実践マーケティング戦略」と「保健医

療経営Ⅰ」を必修科目として設定した。このほか、社会人の学び直し学生の受け入れも想定

し、学生のバックグラウンドや関心に対応できるよう、経営を学ぶ上で必要な科目を選択で

きる設定とした。 

 

【展開科目を統合する科目の設定】 

展開科目の「隣接他分野」の科目構成の修正に加え、展開科目を構成する「隣接他分野」
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と「組織の経営・マネジメント」の２つの分野について、「それらで学んだ学修内容を統合

する学修機会を設定することが教育効果の観点から有効」という審査意見４の指摘を受け、

学修内容を統合する科目「共生社会の展開と実践」を新しく設定した「統合分野」に配置し

た。 

養成する資格の特性に合わせた学科ごとの独自科目の設定に加え、展開科目に関し、審査

意見４の指摘を受け、展開科目で学んだ学修内容を統合する学修機会を設定するため、「隣

接他分野」と「組織の経営マネジメント」を統合する「共生社会の展開と実践」を新規に設

定し、「統合分野」に配置した。 

「共生社会の展開と実践」は、展開科目の定義である「当該職業分野において創造的な役

割を果たすために必要な能力を育成」するため、「組織の経営・マネジメント」と「隣接他

分野」の学修を統合し、共生社会の実現に貢献しうる役割やサービスを、演習により考える

科目として設置した。グループ演習は学科別に行うが、ディスカッションの結果は学部合同

で発表し、他学科での応用の考え方も参考にする。この科目は、展開科目の担当教員と職業

専門科目の関連する科目の教員が担当する。 

 

 

図表 １-２ 「共生社会の展開と実践」科目の構成：理学療法学科 

No. テーマ 内容 

1～6回 
展開・実践のアイ

デア検討と集約 

本科目の目的を説明するオリエンテーションののち、全

体で理学療法士にとっての共生福祉の考え方を整理す

る。選択必修で履修した科目別のグループに分かれ、履

修した科目で学修した内容を理学療法分野でどのよう

に展開できるか、事例も紹介しながら解説する。学修し

た知識や事例を元に、グループとして実践したいアイデ

アをディスカッションによってまとめる。 

7回 発表 各グループでまとめたアイデアを発表する。 

8～13回 

展開アイデアを構

想化する手順と活

用 

グループでまとめたアイデアを、経営・マネジメントの

知識や手法を元に、構想としてまとめる。アイデアをど

のような施設や対象者に、どのような考え方で提供する

ことが理学療法士として創造的な役割を果たすことに

つながるのかを考え、整理する。 

14～15 回 

発表（学部合同） アイデアを構想として整理した結果をグループごとに

発表する。発表は学部合同で行い、他学科との交流を行

うと同時に、多様な考え方に触れる場とする。 
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図表 １-３ 「共生社会の展開と実践」科目の構成：作業療法学科 

No. テーマ 内容 

1～6回 
展開・実践のアイ

デア検討と集約 

本科目の目的を説明するオリエンテーションののち、全

体で作業療法士にとっての共生福祉の考え方を整理す

る。選択必修で履修した科目別のグループに分かれ、履

修した科目で学修した内容を理学療法分野でどのよう

に展開できるか、事例も紹介しながら解説する。学修し

た知識や事例を元に、グループとして実践したいアイデ

アをディスカッションによってまとめる。 

7回 発表 各グループでまとめたアイデアを発表する。 

8～13回 

展開アイデアを構

想化する手順と活

用 

グループでまとめたアイデアを、経営・マネジメントの

知識や手法を元に、構想としてまとめる。アイデアをど

のような施設や対象者に、どのような考え方で提供する

ことが作業療法士として創造的な役割を果たすことに

つながるのかを考え、整理する。 

14～15 回 

発表（学部合同） アイデアを構想として整理した結果をグループごとに

発表する。発表は学部合同で行い、他学科との交流を行

うと同時に、多様な考え方に触れる場とする。 

 

 

■理学療法学科の「隣接他分野」科目の概要 

【展開科目の「隣接他分野」の学修で育成する人材像と科目構成の考え方】 

理学療法士は、基本的動作能力の回復を図るため、運動療法や物理療法を用いながらリハ

ビリテーションを行うスペシャリストであることから、多様な生活者の健康寿命の延伸等

を含めた QOL の維持・向上に創造的な役割を果たすことができる理学療法士の育成を目指

し、「隣接他分野」では、身体機能の低下の予防や回復に隣接する分野の知識や技術を修得

し、理学療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置した。 

３月の補正申請時は、理学療法学科の「隣接他分野」の必修科目として、工学の考え方や

知識を取り入れる科目である「身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」の２科目を設定して

いた。 

今回の再補正申請では、審査意見の指摘を受け、資格の特性に合わせ、身体機能の低下の

予防や回復に隣接した多様な生活者の QOL の維持・向上に貢献する能力を育成する観点か

ら、「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障害者の社会参加とスポーツの教育的

活用Ⅰ・Ⅱ」の４科目を、新たに理学療法学科の選択必修科目として設定した。これにより、

理学療法学科の独自科目は、２科目から６科目となった。 
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また、「多様な生活者の QOLの維持向上に創造的な役割を果たす」科目として、学部共通

で「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」「ユニバーサルツーリズムと外

出支援Ⅰ・Ⅱ」の４科目を配置した。 

 

 

【「隣接他分野」科目の社会的ニーズ】 

「工学の考え方・知識を取り入れる科目」として配置した「身体障害への支援システム工

学Ⅰ・Ⅱ」は、医療・リハビリの分野に支援工学を活用した機器が広まりつつあり、基本的

動作能力の回復を図るため運動療法や物理療法を用いる理学療法士が身に付けておくべき

分野・知識であることから必修科目としている。 

「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障害者の社会参加とスポーツの教育的

活用Ⅰ・Ⅱ」は、「運動・スポーツを通じ、健康寿命の延伸と QOLの維持向上に貢献する能

力育成」を目指す。 

「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」は、コーチングのスキルを身に付け、そ

のスキルを活用しスポーツを通じて健康寿命の延伸を図るための能力を育成する科目であ

る。 

健康寿命の延伸には、身体活動・運動の推進が有効であり、「健康日本 21」でも運動習慣

者の割合を増加させることが目標の一つとなっている。運動習慣者を増加させるために指

導者の育成が求められている。 

理学療法士は、リハビリテーションによって身体機能の回復を支援する知識・技術を身に

付けていることから、運動指導者としての役割も期待されている。更に、健康寿命の延伸の

ためには運動を習慣づけることが必要であり、運動方法等だけでなく、意識づけを行うこと

も重要である。 

本科目は、「コーチング」という対象者が自ら考え必要な気づきを得て、目標達成に向け

て自主的に行動する状態へと促す手法や考え方及びスキルを修得することで、運動方法を

教えるだけでなく、対象者のやる気を引き出し運動の習慣づけに貢献できる人材を育成す

る。コーチングのスキルは、健康増進だけでなくアスリートの指導にも活用でき、スポーツ

トレーナーを目指す学生にとっても身に付けることが望まれる。 

メタボリックシンドローム対策の保健指導においても、カウンセリング技術、アセスメン

ト技術、コーチング技術、ティーチング技術、自己効力感を高める支援技術、グループワー

クを支援する技術などを実践に活かすことが推奨されており（標準的な健診・保健指導プロ

グラム【改訂版】 平成２５年４月 厚生労働省 健康局）、「健康寿命の延伸のために運動

を継続させる」目的のためにコーチング技術を学ぶことは有益であると考える。 

さらにコーチングのスキルは、スポーツだけでなく、理学療法を行う様々な場面で活用す

ることができる。ビジネスコーチングという観点では、組織運営においても、身に付けてお

くことは有益な知識・スキルである。 
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このように、この科目はコーチングのスキルを身に付けることに主眼を置きながら、その

スキルを活かすことでスポーツの普及、その結果健康寿命の延伸につなげるという観点で

内容を構成する。 

「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」は、教育方法やティーチングを学修

し、スポーツを通じた障がい者の社会参加を推進する科目である。 

障がい者にとってスポーツは、健康増進だけでなく、社会参加という点での意義が大きい。

しかし、スポーツをする障がい者の割合は健常者に比べ低く、障がい者の障害特性を理解し

たスポーツの指導ができる指導者の養成・確保が求められている。 

 

図表 １-４ 過去１年間にスポーツ・レクリエーションを行った日数（20 歳以上）

 

【出典】文部科学省「参考資料 障害者スポーツに関する基礎データ集」（平成２７年６月） 地

域における障害者スポーツ普及促進に関する有識者会議（第１回）  

 

本科目は、このような社会ニーズ・背景から、スポーツを通じた障がい者の健康増進と社

会参加の促進に対して理学療法士として貢献するために、教育原理や教育方法論的な視点

から、障がい者スポーツについての理解を深め、ティーチング技術を学ぶとともに、社会全

体に啓蒙、普及させるためには何が必要であるかを考え、実践できる知識について学ぶ科目

が必要であると考え、設置した。 

 

 

■作業療法学科の独自科目 

【展開科目の「隣接他分野」の学修で育成する人材像と科目構成の考え方】 

作業療法士は、身体や精神に障害があり日常生活に支援が必要な人々へ、作業を通じて社

会とつながりを持つための支援を行うスペシャリストであることから、「隣接他分野」では

「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に関連する分野の知識や技術を修得し、その知
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識を応用することで、多様な生活者の健康寿命の延伸や QOLの維持・向上に創造的な役割を

果たすことができる作業療法士の育成を目指し、作業療法と融合することで活躍の場を広

げる科目を配置した。 

３月の補正申請時は、作業療法学科の「隣接他分野」の必修科目として外出支援につなが

る「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」の２科目を設定していた。 

今回の再補正申請では、審査意見の指摘を受け、資格の特性に合わせ、外出支援や社会と

のつながりにかかわる「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」と、「音楽療法による QOL

の維持向上Ⅰ・Ⅱ」の４科目を、作業療法学科独自の選択必修科目として設定した（図表 

１-７、図表 １-８）。これにより、作業療法学科の独自科目は、２科目から６科目とし

た。 

また、「多様な生活者の QOLの維持向上に創造的な役割を果たす」科目として、学部共通で

「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」「身体障害への支援システム工学

Ⅰ・Ⅱ」の４科目を配置した。 

 

 

【「隣接他分野」科目の社会的にニーズ】 

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」は、「年齢や障害などに関わらず、誰もが

外出や旅行を楽しむ」ために、外出や旅行の意義、共生社会へつながる一歩であることなど

を、ユニバーサルデザインやバリアフリーとの関係、障害の社会モデル」について学修し、

作業療法士が身に付けておくべき分野・知識であることから必修科目とした。 

 

 

図表 １-５ ユニバーサルツーリズムにおける効用 

 

【出典】「旅行による効用の検証結果取りまとめ」（ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関す

る検討会 平成 26 年 観光庁） 
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「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」「音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」は、

「高齢者・障害者の社会参加・外出支援に貢献し、健康寿命の延伸と QOLの維持向上に寄与

する能力育成」を目指す。 

美容は旅行とともに保険外サービスの一つとして取り上げられており、「健康寿命の延伸

に寄与するヘルスケアビジネスの一つとして、高齢者の生活の質を高める保険外サービス

を充実させていくことの意義は大きい（「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険

外サービスの参考事例集」（厚生労働省 農林水産省 経済産業省 平成 28年３月））」とあ

るように、対象者の日常生活を支援する作業療法士にとって有益であり、かつ創造的な知

識・能力につながると考えた。 

 

 

図表 １-６ 化粧サービス（化粧療法プログラム） の利用と 健康度自己評価 

 

【出典】「美容的ヘルスケアサービス提供による介護費用削減効果の検証」（平成 26 年度健康寿

命延伸産業創出推進事業 経済産業省） 

 

 

「音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」は、保健医療福祉の様々な領域で行われている

音楽療法の概要を学ぶ科目である。音楽療法は、不安や痛みの軽減、精神的な安定、自発性・

活動性の促進、身体の運動性の向上、表情や感情の表出、リラクゼーションなどの効果が期

待され、障がい者や高齢者の日常生活支援につながり、対象者の日常生活を支援する作業療

法士にとって有益であり、かつ創造的な知識・能力につながると考えた。 

認知症高齢者・介護予防・精神障害者・障害児者・重症心身障害者のための音楽療法の目

的と方法、使用される楽曲や楽器、活動の構造について学び、活動計画の立案に必要な基礎

知識を身につける。 

 

 

 【資格の特性に合わせ設定した学科ごとの科目構成】 

これまで説明した展開科目を構成する科目を、前回との比較で一覧にしたものが図表 １-７、

学科別の科目一覧が図表 １-８である。 
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図表 １-７ 展開科目（隣接他分野）の学科別科目構成：補正申請と再補正申請の比較 

 

 

 

図表 １-８ 展開科目の学科別科目構成（今回申請） 

 

 科目 主要 PT OT 備考 

統 合

分野 
共生社会の展開と実践 主 ● ● 一部合同授業 

隣
接
他
分
野 

共生福祉論 主 ● ●  

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 主 ● △  

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 主 △ ●  

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ  〇 ― 新規追加 

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用

Ⅰ・Ⅱ 
 〇 ― 新規追加 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ  ― 〇  

理学療法学科 作業療法学科 備考

学部共通

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ

学部共通

学部共通

学部共通

学部共通

学部共通

新設
学部共通

学部共通

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

コーチングの理論とスポーツへの応用
Ⅰ・Ⅱ

ー 新設
障害者の社会参加とスポーツの教育的
活用Ⅰ・Ⅱ（新設）

ー 新設

ー 美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

ー 音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ

学部共通

必
修

選
択

選
択
必
修

選
択

共生福祉論Ⅰ・Ⅱ

新

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ

共生社会の展開と実践

共生福祉論

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

障害児教育における学校支援Ⅰ・Ⅱ

共生社会における災害行政Ⅰ・Ⅱ

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ

旧

必
修
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音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ  ― 〇  

手話による聴覚障害者とのコミュニケーシ

ョンⅠ・Ⅱ 
 △ △  

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

実務リーダーのための経営戦略論 主 ● ●  

組織･人材マネジメントの理論と実践 主 ● ●  

実践マーケティング戦略  ● ●  

実務リーダーのための財務会計Ⅰ  △ △  

実務リーダーのための財務会計Ⅱ  △ △  

ビジネスのための法律  △ △  

ビジネスのための IT  △ △  

保健医療経営Ⅰ  ● ●  

保健医療経営Ⅱ  △ △  

在宅サービスの事業経営  △ △  

事業計画策定概論  △ △  

総合事業開発  △ △  

●：必修科目  〇：選択必修科目   △：選択科目  ―：科目設定なし 

主：主要科目 

 

■合同授業の設定 

【３月補正申請時の合同科目の設定】 

３月補正申請時には、合同授業として基礎科目に「チームワーク概論」、職業専門科目に

「地域共生のための連携活動Ⅰ」「地域共生のための連携活動Ⅱ」の計３科目を配置してい

た。特に「地域共生のための連携活動Ⅱ」では、『学科を横断した小グループでインタビュ

ーなどのフィールドワークにより周辺地域での現状やニーズの把握や抽出の方法等につい

て学ぶ。グループワークの結果については、発表のためのプレゼンテーションを行うために

内容を整理するとともに、他の症例や事例を共有することで広く実践に資する関連職種と

の連携や協働、対象者とその家族とのつながりを持つ能力を養う。』という内容とし、学科

間での交流を促す構成としている。 

 

【今回申請の合同授業科目】 

今回の審査意見の指摘を受け、基礎科目に追加した「コミュニケーション論」と、展開科

目の「共生社会の展開と実践」の２科目を合同授業とした。「コミュニケーション論」は、

理学療法士・作業療法士としての実務はもちろん、在宅医療の現場においても必要とされる

基礎的な能力を育成するが、合同授業にすることで科目の効果をより高められると考え設

置した。 

「共生社会の展開と実践」は、グループ討議の結果の発表を合同授業とすることで、プレ
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ゼンテーションを通して学科間の交流を促し、展開科目での学びを深めることを目的とし

ている。なお、３月補正申請時に合同授業としていた「地域共生のための連携活動Ⅰ」は、

講義内容を精査し、学科独自の開講科目へ変更した。 

この結果、今回の再補正申請では、合同授業は３月補正申請時より１科目増え、４科目と

なった。 

 

 

図表 １-９ 科目別の合同授業科目 

科目群 前回設定科目 今回設定科目 備考 

基礎科目 
チームワーク概論 チームワーク概論  

― コミュニケーション論 新規科目 

職業専門

科目 

地域共生のための連携活

動Ⅰ 

 合同授業から単独授

業へ変更 

地域共生のための連携活

動Ⅱ 

地域共生のための連携活

動Ⅱ 

 

展開科目 ― 共生社会の展開と実践 
新規科目・一部合同

授業 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（22ページ） 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知識

や技術に加え、展開力を有した実務リーダ

ーとして活躍するために、「専門領域に隣接

する他分野（以下、「隣接他分野」と表現す

る。）」「組織の経営・マネジメント（以下、

「経営分野」と表現する。）」及びそれら分野

を統合する分野に関する科目を配置した。 

 

（30ページ） 

「展開科目」は、「隣接他分野」「経営分野」

及びそれらを統合する「統合分野」で構成し

た。 

「隣接他分野」は「共生福祉論」を学部共

通の主要科目とした。 

（22ページ） 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リー

ダーとして活躍するために、「専門領域に隣

接する他分野（以下、「隣接他分野」と表現

する。）」「組織の経営・マネジメント（以下、

「経営分野」と表現する。）」に関する科目

を配置した。 

 

（30ページ） 

展開科目は、「隣接他分野」及び「経営分野」

で構成した。 

（中略） 

「隣接他分野」は「共生福祉論Ⅰ」「共生福

祉論Ⅱ」を学部共通の主要科目とした。 
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（中略） 

主要科目とし、理学療法士・作業療法士そ

れぞれの専門知識に隣接する他分野の科目

を学科別に選択必修として配置した。 

（中略） 

これら２つの分野を統合して学ぶ展開科

目の総合的な科目として、「共生社会の展開

と実践」を設置した。 

 

（31ページ） 

３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務

リーダーとして活躍するために、「専門

領域に隣接する他分野（隣接他分野）」

「組織の経営・マネジメント（経営分

野）」及び「統合分野」に関する科目を

配置する。 
 

（32ページ） 

統合分野には、隣接他分野と経営分野

について総合的に学修する科目を配置

する。 

 

（２）理学療法学科のカリキュラム・ポリシ

ー 

３）展開科目 

「理学療法に隣接する他分野（隣接他

分野）」「組織の経営・マネジメント（経

営分野）」及び「統合分野」に関する科

目を配置する。 

統合分野には、隣接他分野と経営分野

について総合的に学修する科目を配置

する。 

 

 

（中略） 

主要科目とし、さらに共生社会の実現や

QOL の維持・向上に関連する科目を選択科

目として配置した。 

（中略） 

 

（追加） 

 

 

（31ページ） 

３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リ

ーダーとして活躍するために、「専門領

域に隣接する他分野（隣接他分野）」及び

「組織の経営・マネジメント（経営分

野）」に関する科目を配置する。 

 

 

（32ページ） 

（追加） 

 

 

 

（２）理学療法学科のカリキュラム・ポリ

シー 

３）展開科目 

「理学療法に隣接する他分野（隣接他分

野）」及び「組織の経営・マネジメント（経

営分野）」に関する科目を配置する。 

 

 

（追加） 
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（33ページ） 

（３）作業療法学科のカリキュラム・ポリシ

ー 

３）展開科目 

作業療法の専門的な知識や技術に加

え、展開力を有した実務リーダーとし

て活躍するために、「作業療法に隣接す

る他分野（隣接他分野）」「組織の経営・

マネジメント（経営分野）」及び「統合

分野」に関する科目を配置する。 

（中略） 

経営分野では、基本的な経営・マネジメ

ントを学ぶ科目と、保健医療に関する

経営・マネジメントを学ぶ科目を配置

し、所属する組織における諸課題の改

善に必要な能力を育成する。 

統合分野では、隣接他分野と経営分野

の学修を統合し、共生社会の実現に貢

献しうる役割やサービスを考えること

ができる能力を育成する。 

 

（43ページ） 

①展開科目の全体構成 

展開科目は、保健医療の専門的な知識や

技術に加え、展開力を有した実務リーダー

として活躍するために、「隣接他分野」「経営

分野」及びそれらを統合する「統合分野」の

３分野で構成した。 

展開科目では、ディプロマ・ポリシーの

「共生社会の理解」「応用力」及び「組織

の経営・マネジメント」に関わる能力を育

成する。「組織の経営・マネジメント」で

育成する能力は異なる資格であっても共通

して必要な能力であるため、異なる資格に

係る人材を養成する本学部であるが、２学

科共通に科目を配置し、資格特性に対応し

（33ページ） 

（３）作業療法学科のカリキュラム・ポリ

シー 

３）展開科目 

作業療法の専門的な知識や技術に加え、

展開力を有した実務リーダーとして活

躍するために、「作業療法に隣接する他

分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・

マネジメント（経営分野）」に関する科目

を配置する。 

（中略） 

経営分野では、基本的な経営・マネジ

メントを学ぶ科目と、保健医療に関す

る経営・マネジメントを学ぶ科目を配

置し、所属する組織における諸課題の

改善に必要な能力を育成する。 

（追加） 

 

 

 

 

（41ページ） 

（３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リー

ダーとして活躍するために、「隣接他分野」

及び「経営分野」に関する科目を配置した。 

 

（追加） 
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た能力は「隣接他分野」の科目で育成す

る。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         隣接他分野の必修単

位は５単位、経営分野の必修単位は８単位、

統合分野の必修単位は１単位、合計 14単位

とし、学生の興味や将来の方向性に合わせ

科目を選択できるよう選択科目を６単位以

上とした。 

 

（44ページ） 

②隣接他分野 

隣接他分野は、ディプロマ・ポリシーにお

ける「共生社会の理解」及び「応用力」に関

わる能力を育成する。保健医療に隣接する

他分野の知識・技術、理論を学ぶことで、主

に健康寿命の延伸や在宅医療の推進に寄与

する能力、幅広い視野を修得することを目

的としている。 

 

養成する人材像をふまえ、多様な生活者

の QOL の維持・向上に関する知見を身に付

け、理学療法士・作業療法士の活動の可能性

を広げる隣接する他分野について学修する

分野及び科目を配置した。 

 

 

「展開科目」の設定は、専門学校や既設

の大学には設定されていない科目群であ

り、専門職大学を特徴付ける科目群と言え

る。 

（中略） 

経営分野では、様々な業界の企業や組織

での経営の展開事例をケーススタディとし

て学び、その知見を基に、自らの業界や分

野に得た知識や理論を応用・展開する。基

本的な経営分野の知識や理論を学んだうえ

で、保健医療分野の経営を専門的に学ぶ。 

学生の興味や将来の方向性に合わせ、科

目を選択できるよう、隣接他分野の必修単

位は６単位、経営分野の必修単位は８単位、

合計 14単位とした。 

 

 

 

 

（43ページ） 

【隣接他分野の配置の考え方】 

隣接他分野は、ディプロマ・ポリシーに

おける「共生社会の理解」及び「応用力」

に関わる能力を育成する。保健医療に隣接

する他分野の知識・技術、理論を学ぶこと

で、主に健康寿命の延伸や在宅医療の推進

に寄与する能力、幅広い視野を修得するこ

とを目的としている。 

 

「隣接他分野」では、養成する人材像を

ふまえ、多様な生活者の QOL の維持・向上

に関する知見を身に付けることを目的とし

て分野及び科目を配置した。このうち、「共

生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」は、リハビリ
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「共生福祉論」は、リハビリテーション分

野と関連の深い福祉と共生社会との関係に

ついて学ぶ科目であり、基礎科目の「敬心に

おける共生論」で学んだ知識をベースに、共

生社会と福祉についてさらに深める。「隣接

他分野」の基盤となる科目であるため、主要

科目として設定した。この科目は、学部共通

科目であり、本科目で共生社会について学

修したのち、隣接他分野の他の科目を履修

する。 

「隣接他分野」では、各学科で養成する資格

特性に応じた隣接する他分野科の目を学科

ごとに設定した。 

 

（中略） 

「隣接他分野」は、原則として講義科目で

ある「Ⅰ」で基本的な知識・能力を教授し、

演習・実技科目である「Ⅱ」において「Ⅰ」

で身に付けた知識・能力を定着させ理解を

深める、という構成とした。 

 

＜理学療法学科＞ 

設置の必要性として掲げている「健康寿

命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」には、

「予防」が重要な要素である。 

（中略） 

「隣接他分野」では、身体機能の低下の予

防や回復に隣接する分野の知識や技術を修

得し、多様な生活者の健康寿命の延伸等を

含めた QOL の維持・向上に創造的な役割を

果たすことができる理学療法士の育成を目

指し、理学療法と融合することで活躍の場

を広げる科目を配置した。 

ロボットに代表される福祉介護分野にお

ける支援システムの開発から市場投入まで

の一連のプロセスを、実証実験手法も含め

テーション分野と関連の深い福祉と共生社

会との関係について学ぶ科目である。基礎

科目の「敬心における共生論」で学んだ知

識をベースに、共生社会と福祉についてさ

らに深める科目であり、主要科目として設

定した。この科目は、学科共通科目である。 

 

 

 

 

「隣接他分野」では、在宅医療に関連する

様々なサービス等に関する知識や、在宅医

療を支援する機器についての知識を教授す

る。 

（中略） 

隣接他分野は、いずれも「Ⅰ」「Ⅱ」の２

科目構成としており、講義科目である「Ⅰ」

で基本的な知識・能力を教授し、演習・実

技科目である「Ⅱ」において、「Ⅰ」で身に

付けた知識・能力を自身のものとして定着

させ、理解を深める。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（42ページ） 

理学療法学科ではロボットに代表される

福祉介護分野における支援システムの開発

から市場投入までの一連のプロセスを、実
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て体系的に学ぶ「身体障害への支援システ

ム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学

Ⅱ」を主要科目と設定した。 

 

また、身体機能の低下の予防や回復に隣

接した多様な生活者の QOL の維持・向上に

貢献する能力を育成する観点から、「コーチ

ングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障

害者の社会参加とスポーツの教育的活用

Ⅰ・Ⅱ」の４科目を選択必修科目として設定

した。「運動・スポーツを通じ、健康寿命の

延伸とQOLの維持向上に貢献する能力育成」

を目指す。 

（中略） 

作業療法士は、身体や精神に障害があり

日常生活に支援が必要な人々へ、作業を通

じて社会とつながりを持つための支援を行

うスペシャリストであることから、「隣接他

分野」では「日常生活支援」と「外出支援・

社会参加」に関連する分野の知識や技術を

修得し、その知識を応用することで、多様な

生活者の健康寿命の延伸や QOL の維持・向

上に創造的な役割を果たすことができる作

業療法士の育成を目指し、作業療法と融合

することで活躍の場を広げる科目を配置し

た。 

高齢者や障がい者などは施設や住宅での

限られた環境下の生活から、「お出かけ」を

することで徐々に社会参加が促進され、本

人への刺激、生きがい、健康増進への意欲等

が促進されること、外出や旅行は共生社会

へつながる一歩であることから、ユニバー

サルデザインやバリアフリーとの関係、障

害の社会モデルについて学ぶ科目である

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」

証実験手法も含めて体系的に学ぶ「身体障

害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への

支援システム工学Ⅱ」を主要科目と設定し

た。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業療法学科では、高齢者や障がい者な

どは施設や住宅での限られた環境下の生活

から、「お出かけ」をすることで徐々に社会

参加が促進され、本人への刺激、生きがい、

健康増進への意欲が促進されること、外出

や旅行は共生社会へつながる一歩であるこ

とから、ユニバーサルデザインやバリアフ

リーとの関係、障害の社会モデルについて

学ぶ科目である「ユニバーサルツーリズム

と外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと
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を主要科目として設定した。 

また、高齢者・障がい者の社会参加・外出

支援に貢献し、健康寿命の延伸と QOL の維

持向上に寄与する能力育成する観点から

「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」

と、「音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」

の４科目を選択必修科目として設定した。 

（中略） 

「手話による聴覚障害者とのコミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ」と「身体障害への支援シス

テム工学Ⅰ・Ⅱ」を選択科目として配置し

た。 

（47ページ） 

（削除） 

外出支援Ⅱ」を主要科目として設定した。 

（追加） 

（44ページ） 

図表 16 隣接他分野の科目の関係 

科目 主要 理学療法 作業慮法 

統合分野 共生社会の展開と実践 主 ● ● 

隣
接
他
分
野

共生福祉論 主 ● ● 

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 主 ● △ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 主 △ ● 

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ 〇 ― 

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ 〇 ― 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ ― 〇 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ ― 〇 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ △ △ 

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
経
営
分
野
）

実務リーダーのための経営戦略論（２）

経営分野
の基本を
学ぶ科目 

主 ● ● 

組織・人材マネジメントの理論と実践（２） 主 ● ● 

実践マーケティング戦略（２） ● ● 

実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１） △ △ 

実務リーダーのための財務会計Ⅱ（１） △ △ 

ビジネスのための法律（１） △ △ 

ビジネスのための IT（１） △ △ 

事業計画策定概論（２） 経営の総
合的な科

目

△ △ 

総合事業開発（１） △ △ 

保健医療経営Ⅰ（２）
保健医療
経営 

● ● 

保健医療経営Ⅱ（１） △ △ 

在宅サービスの事業経営（１） △ △ 

分野 必修/選択 科目名称 備考 

隣
接
他
分
野

必
修
科
目

共生福祉論Ⅰ 学部共通 

主要科目 共生福祉論Ⅱ 

身体障害への支援システム工学Ⅰ 理学療法学科 

主要科目 身体障害への支援システム工学Ⅱ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 作業療法学科 

主要科目 ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ

選
択
科
目

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅱ 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ 

障害児教育における学校支援Ⅰ 

障害児教育における学校支援Ⅱ 

共生社会における災害行政Ⅰ 

共生社会における災害行政Ⅱ 

• 美容ケアによるQOLの維持向上
• ユニバーサルツーリズムと外出支援
• 音楽療法によるQOLの維持向上

• 障害児教育にお
ける学校支援

• 共生社会における災害行政

• 身体障害への支援システ
ム工学

• 手話による聴覚障害者と
のコミュニケーション

共生福祉
論

外出や生き
がい支援

在宅医療や
リハビリテー
ションへの支

援

災害時への
支援

障害児へ
の支援
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（47ページ） 

③組織の経営・マネジメント（経営分野）

「組織の経営・マネジメント」は、ディプ

ロマ・ポリシーにおける「組織における経

営・マネジメント力」に関わる能力の育成を

主に担う分野として設定した。経営分野の

基礎となる理論や知識を学ぶとともに、そ

れらが実際の企業や事業体・組織でどのよ

うに展開されているか事例を通して学び経

営全般の知識を体系的に修得するととも

に、保健医療分野の経営についても学び、応

用力と実践力を高めていく。 

（削除） 

本学では将来のリーダー層の育成を目指

す教育を行うことから、将来必要となるこ

とが想定される知識として経営にかかわる

学修を行う必要があると考え、必要な能力

を育成する科目を設定した。また、「隣接他

分野」では理学療法士・作業療法士の活躍の

場を広げる隣接する他分野を学修するが、

理学療法・作業療法に隣接するアイデアを

構想としてまとめ展開するためにも経営分

野の知識は有益である。 

（削除） 

【経営分野の配置の考え方】 

経営分野は、「課題解決力」と「組織にお

ける経営・マネジメント力」に関わる能力

の育成を主に担う分野として設定した。経

営分野の基礎となる理論や知識を学ぶとと

もに、それらが実際の企業や事業体・組織

でどのように展開されているかを事例を通

して学び、経営全般の知識を体系的に修得

するとともに、保健医療分野の経営につい

ても学び、応用力と実践力を高めていく。 

展開科目で経営分野の基本となる分野を

学び、保健医療分野の専門的な経営やサー

ビスについて学修することで早い段階で組

織の中核を担う実務リーダーとなりうる人

材育成に必要な能力を育成する。 

経営分野には、経営分野の基礎を学ぶと

ともに、保健医療分野の経営についても学

修する。 

（追加） 

（42ページ） 

「経営分野」では、経営分野の基礎とな

る理論や知識を学ぶとともに、それらが実

際の企業や事業体・組織でどのように展開

されているかを事例を通して学び、経営全

般の知識を体系的に修得するとともに、保
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様々な業界の企業や組織での経営の展開

事例をケーススタディとして学び、その知

見を基に、自らの業界や分野に得た知識や

理論を応用・展開する。基本的な経営分野の

知識や理論を学んだ上で、保健医療分野の

経営を専門的に学ぶ。 

「組織の経営・マネジメント」を構成する科

目は学部共通科目とし、経営・マネジメント

の骨格となる「実務リーダーのための経営

戦略論」と「組織・人材マネジメントの理論

と実践」を主要科目として、「実践マーケテ

ィング戦略」と「保健医療経営Ⅰ」を必修科

目として設定した。このほか、社会人の学び

直し学生の受け入れも想定し、学生のバッ

クグラウンドや関心に対応できるよう、経

営を学ぶ上で必要な科目を選択できる設定

とした。 

（48ページ） 

④統合分野

展開科目を構成する「隣接他分野」と「組

織の経営・マネジメント」の２つの分野で学

んだ学修内容を統合する分野として「統合

分野」を設定し、統合科目「共生社会の展開

と実践」を配置した。 

「共生社会の展開と実践」は、リハビリテ

ーション分野において創造的な役割を果た

すために必要な能力を育成するため、「組織

の経営・マネジメント」と「隣接他分野」の

学修を統合し、共生社会の実現に貢献しう

る役割やサービスを演習により考える科目

である。この科目は、展開科目の担当教員と

職業専門科目の関連する科目の教員が担当

する。授業で検討した結果の発表は学部合

健医療分野の経営についても学び、応用力

と実践力を高めていく。経営分野では、 

様々な業界の企業や組織での経営の展開

事例をケーススタディとして学び、その知

見を基に、自らの業界や分野に得た知識や

理論を応用・展開する。基本的な経営分野

の知識や理論を学んだうえで、保健医療分

野の経営を専門的に学ぶ。 

（追加） 

（追加） 



24 

同で行い、学生が交流する機会を設ける。 

（49ページ） 

図表 18 展開科目の教育体系 

（58ページ） 

＜展開科目＞ 

展開科目は、「隣接他分野」「経営分野」及

び「統合分野」により構成する。 

「統合分野」は「隣接他分野」と「経営分

野」及び「職業専門分野」の専任教員が共同

で担当する。 

図表 18 展開科目の教育体系 

（54ページ） 

＜展開科目＞ 

展開科目は、「隣接他分野」及び「経営分

野」により構成する。 

（追加） 

共生福祉論Ⅱ ◎

保健医療経営Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅱ ◎
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ ◎
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ
障害児教育における学校支援Ⅱ
共生社会における災害行政Ⅱ
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ

身体障害への支援システム工学Ⅰ ◎
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ ◎
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ
障害児教育における学校支援Ⅰ
共生社会における災害行政Ⅰ
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ

保健医療経営Ⅰ
在宅サービスの事業経営

実践マーケティング戦略
実務リーダーのための財務会計Ⅱ
ビジネスのための法律
ビジネスのためのIT

共生福祉論Ⅰ ◎

実務リーダーのための経営戦略論 ◎
組織・人材マネジメントの理論と実践 ◎
実務リーダーのための財務会計Ⅰ

前
期

前
期

前
期

前
期

後
期

後
期

後
期

後
期

総合事業開発

事業計画策定概論

必修科目：
主要科目：◎

基
本
的
な
経
営
科
目

保
健
医
療
分
野
の
経
営
科
目

総
合
的
な
経
営
科
目

隣接他分野 経営分野

4
年
次

１
年
次

３
年
次

２
年
次



25 

（64ページ） 

（１）理学療法学科 

理学療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（２）作業療法学科 

作業療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（61ページ） 

（１）理学療法学科 

理学療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（２）作業療法学科 

作業療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（61ページ） 

②合同授業

各学科の学生が交流できるよう、理学療

法学科・作業療法学科合同の授業科目を設

けている。学部横断の合同授業では、グルー

プ演習でのディスカッションやフィールド

ワークとそれらの発表の場を通じ、他学科

との交流を行うと同時に多様な考え方に触

れる場とする。 

（追加） 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13単位 7 単位以上 20単位以上 

職業専門科目 101 単位 － 101 単位 

展開科目 

統合分野 1 単位 － 

20単位以上 隣接他分野 5 単位 
6 単位以上 

経営分野 8 単位 

総合科目 4 単位 － 4 単位 

計 132 単位 13単位以上 145単位以上 

卒業要件単位数 145単位以上 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13 単位 7 単位以上 20 単位以上 

職業専門科目 101 単位 － 101 単位 

展開科目 

統合分野 1単位 － 

20単位以上 隣接他分野 6 単位 
6単位以上 

経営分野 8 単位 

総合科目 4単位 － 4単位 

計 132 単位 13 単位以上 145 単位以上 

卒業要件単位数 145 単位以上 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13 単位 7単位以上 20 単位以上 

職業専門科目 101単位 － 101単位 

展開科目 
隣接他分野 6単位 

6 単位以上 20単位以上 
経営分野 8単位 

総合科目 4単位 － 4 単位 

計 128単位 13 単位以上 145 単位以上 

卒業要件単位数 145単位以上 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13 単位 7 単位以上 20 単位以上 

職業専門科目 97 単位 － 97 単位 

展開科目 
隣接他分野 6 単位 

6 単位以上 20 単位以上 
経営分野 8 単位 

総合科目 5 単位 － 5単位 

計 129 単位 13 単位以上 142 単位以上 

卒業要件単位数 142 単位以上 
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（改善事項） 全学共通 

【大学等の設置の趣旨・必要性】 

２． 【全体計画審査意見６の対応について】 

＜長期履修制度の取扱いが不明確＞ 

長期履修を許可する事務手続や長期履修が認められた場合の授業料の取扱いについては、

休学する場合の取扱いとの違いを含めて明確にすること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、長期履修と休学における授業料等の取扱いについて規程に基づ

き説明する。 

本学の授業料等は、学則第６６条「授業料等の納付」に設けており授業料、設備費、実習

費の取扱いの違いは以下のとおりである。 

（長期履修の授業料等の取扱い） 

「長期履修生規程（案）」第６条（授業料等）の取扱いは、次のとおりとする。 

１ 授業料及び実習費の修業年限分に相当する額を長期履修期間に応じて分割して納める

ものとする。

２ 在学生の場合の授業料及び実習費は、標準修業年限から在籍期間を除いた年数分に相

当する額を長期履修期間に応じて分割して納めるものとする。

３ 長期履修期間中（標準修業年限分は除く）に授業料及び実習費が改定された場合は、改

定後の額で再計算する。

４ 長期履修期間が変更された場合は、変更後の長期履修期間に応じて計算する。

５ 長期履修期間の設備費は、年間設備費の額を納めるものとする。

６ 長期履修期間終了後も在学する場合は、当該年度の授業料、実習費（該当者）、設備費

等を納めるものとする。

（休学の授業料等の取扱い） 

「休学及び復学に関する規程（案）」第４条（学費）の取扱いは、次のとおりとする。 

休学期間の授業料と実習費は免除する。なお、休学在籍料と設備費は下記のとおりである。 

内容 対象学部 届出期間 休学在籍料及び設備費 

年間休学 

リハビリテーション学部
5月 31日まで 

10万円及び年間設備費半額 

前期休学 5万円及び年間設備費の４分の１ 

後期休学 10月 31日まで 

２ 学期の途中から休学する者は、授業出席の有無にかかわらず、当該学期の設備費を納め
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るものとする。

３ 復学後の授業料、実習費及び設備費は、復学した年次の金額を納めるものとする。

このように、長期履修は休学と異なり、当該年度の授業料、実習費、設備費の減免等は原

則として行わない。 

（新旧対照表）長期履修生規程 

新 旧 

第６条（授業料等） 

（削除） 

長期履修生の授業料等の取扱いは、次のと

おりとする。 

１ 授業料及び実習費の修業年限分に相当

する額を長期履修期間に応じて分割して納

めるものとする。 

２ 在学生の場合の授業料及び実習費は、

標準修業年限から在籍期間を除いた年数分

に相当する額を長期履修期間に応じて分割

して納めるものとする。 

３ 長期履修期間中（標準修業年限分は除

く。）に授業料及び実習費が改定された場合

は、改定後の額で再計算する。 

４ 長期履修期間が変更された場合は、変

更後の長期履修期間に応じて計算する。 

５ 長期履修期間の設備費は、年間設備費

の額を納めるものとする。 

６ 長期履修期間終了後も在学する場合

は、当該年度の授業料、実習費（該当者）、

設備費等を納めるものとする。 

第６条（授業料等） 

授業料を標準年限で乗じた長期履修期間

で除した額を、年度ごとに納入。なお、授業

料以外の学費（設備費や実習費など）につ

いては、通常の額となる。 

（追加） 
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（改善事項） 全学共通 

【教育課程等】 

３． 【全体計画審査意見７の回答について】 

＜基礎科目の内容が不十分＞ 

「情報リテラシー」の到達目標の内容は、情報倫理に関する内容が主体となっていることか

ら、リテラシーを学ぶ科目とするのであれば、それにふさわしい内容に改めること。また、

「教科書・参考書」については、「必要に応じて参考資料配布」となっているが、学生が予

習を行うことができないことが想定されるため、あらかじめ指定することを合わせて検討

すること。なお、「情報リテラシー」と「ICT概論」のシラバスの授業内容は、一部重複する

内容があるため、妥当性を説明するか、必要に応じて修正すること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、「到達目標」・「教科書・参考書」・「授業内容」の見直しを行い、

以下のとおり修正した。 

【到達目標】 

到達目標を３つ掲げたが、３つ目の到達目標「情報システムの利用にあたって、すべきこ

ととすべきでないこと、してはいけないことの大枠と相互関係、背景にある理由と仕組みの

関係が説明できる」が情報倫理に関する目標と捉えられると考え、「情報システムの特性と

背後にある仕組みの関係が説明できる」と修正した。 

【教科書・参考書】 

毎回予習を課しているが、「必要に応じて参考資料配布」という記述では配布資料がない

場合が想定される。そこで、「資料を事前に配布する」に修正し、予習に必要な準備を整え

るようにした。 

なお、「教科書・参考書」については、講義テーマに沿って教員が独自の教材を作成する

ため使用しない。 

【授業内容】 

「情報リテラシー」と「ICT 概論」のシラバスを比較したところ、IoT・クラウドサービ

ス・AI に関して授業内容の一部重複していたため、「情報リテラシー」シラバスから IoT・

クラウドサービス・AI のコマを削除し、「情報システムの具体例」と「機械学習の基本」へ

内容を変更した。 
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（新旧対照表）「情報リテラシー」シラバス 

新 旧 

情報分野の基礎概念と各種用語の正確な

理解、情報システムの基本的な構成と利用、

アルゴリズムの基礎概念、機械学修・認識

技術の基本について学ぶ。 

情報分野の基礎概念と各種用語の正確な

理解、情報システムの基本的な構成と利用、

アルゴリズムの基礎概念、さらに今後の発

展の方向性としての IOT と機械学修・人工

知能の基本について学ぶ。 

到達目標 

③ 情報システムの特性と背後にある仕組

みの関係が説明できる。 

到達目標 

③ 情報システムの利用にあたって、すべき

こととすべきでないこと、してはいけない

ことの大枠と相互関係、背景にある理由と

仕組みの関係が説明できる。 

講義内容 

■６回目

【テーマ】 

情報システムの具体例 

【授業内容】 

Web 系サービスの具体的事例の仕組みと背

後にあるクラウドサービスとの関係、ビジ

ネスモデルについて学ぶ。

【予習】 

自分が使用している会員制の仕組みをとっ

ていうサービスを一つ取り上げ、入出力関

係とビジネスモデルを調べてまとめる。 

【復習】 

自分の使用している Web サービスを一つ取

り上げ、ビジネスモデルを整理する。 

■７回目

【テーマ】 

講義内容 

■６回目

【テーマ】 

セキュリティとプライバシー

【授業内容】 

セキュリティの基本的な考え方と各種問題

事例および対策について学ぶ. 

【予習】 

セキュリティ問題、炎上問題で最近話題に

なった事案について概要を調べておく。 

【復習】 

今後改めようと思った行動や特に注意しよ

うと思った行動についてまとめる。 

■７回目

【テーマ】 
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セキュリティとプライバシー 

 

【授業内容】 

セキュリティの基本的な考え方と各種問題

事例および対策について学ぶ。 

 

【予習】 

セキュリティ問題、炎上問題で最近話題に

なった事案について概要を調べておく。「セ

キュリティ事故」などで検索してみること。 

 

【復習】 

今後改めようと思った行動や特に注意しよ

うと思った行動についてまとめる。 

 

■８回目 

【テーマ】 

機械学習の基本 

 

【授業内容】 

機械学習や認識技術の基礎と情報システム

の関わりについて学ぶ。 

 

【予習】 

機械学習を用いた自動処理で実現したいこ

とについてまとめておく。 

 

【復習】 

将来実現して欲しい自動化サービスを具体

的にまとめる。 

IOTとクラウドの基本 

 

【授業内容】 

IOTの基本的な考え方について MESHを例に

学ぶ。クラウドサービスの基本を学ぶ。 

 

【予習】 

IOTとは何か、について調べておく。 

 

 

 

【復習】 

IOTで実現したい「将来の自分の仕事に役立

ちそうなサービス」についてまとめる。 

 

■８回目 

【テーマ】 

機械学修と AIの基本 

 

【授業内容】 

人工知能および機械学修の基礎と情報シス

テムの関わりについて学ぶ。 

 

【予習】 

人工知能で実現したいことについてまとめ

ておく。 

 

【復習】 

将来実現して欲しい自動化サービスを具体

的にまとめる。 

 

教科書・参考書 

資料を事前に配布する。 

教科書・参考書 

特になし。必要に応じて参考資料配布。 
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（是正事項） 全学共通 

【教育課程等】 

４． 【全体計画審査意見９（１）の回答について】 

＜展開科目の妥当性が不明確＞ 

異なる資格に係る人材を養成する計画であるが、展開科目の設定が各学科で同じ授業科目

の設定で、必修科目の設定も全く同じとなっており、社会的ニーズを踏まえたものであるか

どうか不明確である。異なる資格に係る人材を養成するものとして、展開科目の妥当性を明

確にするか、適切に修正すること。なお、展開科目においては多様な領域を設定している観

点から、それらで学んだ学修内容を統合する学修機会を設定することが教育効果の観点か

ら有効と考えられるため、検討すること。また、経営分野の配置の考え方の説明において、

「経営分野は、ディプロマ・ポリシーにおける「課題解決力」と「組織における経営・マネ

ジメント力」に関わる能力の育成を主に担う分野として設定した」とあるが、「課題解決力」

の育成については、本経営分野の授業科目だけでは育成することが困難であると考えられ

るが、妥当性を説明するか修正すること。 

（対応） 

■展開科目の修正

【３月補正申請時点の展開科目の科目設定】 

３月補正申請時の展開科目の科目構成は、「組織の経営・マネジメント」は異なる資格で

あっても共通して必要な能力であることから学部共通としたが、「隣接他分野」の科目は養

成する資格の特性に応じて必修科目を学科別に設定していた。即ち、基本的動作能力の回復

を図るため、運動療法や物理療法を用いる理学療法に隣接する科目として「身体障害への支

援システム工学Ⅰ・Ⅱ」を理学療法学科の必修科目とし、作業を通じて日常生活や社会参加

への支援を行う作業療法に隣接する科目として「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」

を作業療法学科の必修科目として設定し、資格の特性に応じた科目構成としていた。 

図表 ４-１ 展開科目の学科別科目構成（３月補正申請） 

科目 単位数 理学療法学科 作業療法学科 

共生福祉論Ⅰ・Ⅱ 3 ● ● 

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 3 ● 〇 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 3 〇 ● 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

共生社会における災害行政Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

障害児教育における学校支援Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 
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音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ 3 〇 〇 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーシ

ョンⅠ・Ⅱ 
3 〇 〇 

●：必修・主要科目  〇：選択科目  

上記のとおり学科別に異なる科目構成としていたものの、今回の審査意見の指摘を受け、

異なる資格に関わる人材を養成する上で社会的ニーズを踏まえたより妥当な科目構成とな

るよう、科目構成を修正した。 

【展開科目の分野の科目設定修正の考え方】 

展開科目は、「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」の２つの分野で構成してい

た。展開科目は、ディプロマ・ポリシーにおいて「共生社会の理解」「応用力」及び「組織

の経営・マネジメント」に関わる能力を育成する。「隣接他分野」は「共生社会の理解」と

「応用力」を育成する分野として、「組織の経営・マネジメント」は「組織の経営・マネジ

メント」に関わる能力を育成する分野として設定した。

一方、「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」の２つの分野について、「それらで

学んだ学修内容を統合する学修機会を設定することが教育効果の観点から有効」という審

査意見４の指摘を受け、学修内容を統合する科目を追加し、「統合分野」を設け科目を配置

した。 

「隣接他分野」は、ディプロマ・ポリシーにおける「共生社会の理解」及び「応用力」に

関わる能力を育成する。保健医療に隣接する他分野の知識・技術、理論を学ぶことで、主に

健康寿命の延伸や在宅医療の推進に寄与する能力、幅広い視野を修得することを目的とし

ている。これらの能力や視野を会得することで、理学療法士・作業療法士の活動の可能性を

広げる隣接する他分野について学修する科目を配置している。 

「組織の経営・マネジメント」は、ディプロマ・ポリシーにおける「組織における経営・

マネジメント力」に関わる能力の育成を主に担う分野として設定した。経営分野の基礎とな

る理論や知識を学ぶとともに、それらが実際の企業や事業体・組織でどのように展開されて

いるかを事例を通して学び、経営全般の知識を体系的に修得するとともに、保健医療分野の

経営についても学び、応用力と実践力を高めていく。 

「組織の経営・マネジメント」で育成する能力は、異なる資格であっても共通して必要な

能力と考えている。そのため、今回の審査意見の指摘である「異なる資格に係る人材を養成

する」にあたっても、「組織の経営・マネジメント」分野の科目は２学科共通に配置し、資

格特性に対応した能力は「隣接他分野」の科目で育成する、という考え方で修正を行った。 
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【展開科目の妥当性と社会的ニーズ】 

①「隣接他分野」を構成する科目設定の考え方と各学科の特性に対応した科目構成の修正

「隣接他分野」は、図表 １-１のとおり、３月補正申請時もそれぞれの学科の特性と社会

的ニーズを鑑み科目を設定していたが、今回の審査意見を受け、各学科で育成する人材に求

められる能力を精査し、科目構成を修正した。 

３月補正申請時に追加したリハビリテーション専門職にとっての“共生福祉”の意味と意

義を明らかにし、地域社会において多職種による連携・協働、市民の協力を得た上でのネッ

トワーキングの必要性を具体的かつ実践的に学んでいく科目である「共生福祉論Ⅰ」「共生

福祉論Ⅱ」は、今回「隣接他分野」の科目構成を修正するにあたり、科目内容を精査し、講

義科目の「共生福祉論」のみへ変更した。本科目は学部共通科目であり、本科目で共生社会

について学修したのち、隣接他分野の他の科目を履修する。 

次に、その他の科目について、学科別に説明を行う。 

＜理学療法学科＞ 

理学療法学科は、「隣接他分野」によって「身体機能の低下の予防や回復に隣接する分野

の知識や技術を修得し、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOLの維持・向上に創造

的な役割を果たし、共生社会の実現に寄与する能力」を育成する、と整理した。 

本学は「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」を設置の必要性として掲げている。

「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」には、「予防」が重要な要素である。身体

機能の回復だけでなく、健康増進という観点で、あるいは高齢者の転倒予防など、「予防」

においても理学療法士に期待される役割は高まっている。高齢化の進展により「在宅医療・

介護の推進」においては、在宅での運動機能回復への支援に加え、住み慣れた家・地域で生

活するために、福祉用具や機器の活用などでの自立支援も理学療法士にとって重要な役割

となっている。 

そこで理学療法学科では、「隣接他分野」で育成する能力を、「身体機能の低下の予防や回

復に隣接し、多様な生活者の QOLの維持・向上に貢献する能力」と設定し、「身体障害への

支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」、「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」、「障害者の社会

参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」という隣接する他分野の科目を配置した。 

また、本学は「共生社会の実現」を建学の精神に掲げており、多様な人々が共生できる社

会の実現に貢献できる人材を育成に向け、聴覚障害者の心のバリアを取り除くコミュニケ

ーション手段、及び高齢者や障がい者の物理的バリアやユニバーサルデザインについて学

修する機会を設けるため、「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」と「ユ

ニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」という隣接する分野を選択科目として配置した。
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＜作業療法学科＞ 

作業療法学科は、「隣接他分野」によって「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に

関連する分野の知識や技術を修得し、その知識を応用することで、多様な生活者の健康寿命

の延伸や QOLの維持・向上に創造的な役割を果たし、共生社会の実現に寄与する能力」を育

成する、と整理とした。 

高齢者や障がい者、在宅医療生活を送る人々の生きがいを支援することは作業療法士の

重要な役割の一つである。生きがいや外出支援に関わる作業療法に隣接する他分野の知識

は、従来の作業療法士養成教育には含まれていないため、卒業後、作業療法士として活動し

ながら独学で身に付けている。 

そこで作業療法学科では、専門職大学として高度な専門職を養成する観点から、「隣接他

分野」において育成する能力を、「「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に隣接し、多

様な生活者の QOLの維持・向上に貢献する能力」と設定し、「ユニバーサルツーリズムと外

出支援Ⅰ・Ⅱ」、「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」「音楽療法による QOLの維持向上

Ⅰ・Ⅱ」という隣接する他分野の科目を配置した。 

本学の建学の精神である「共生社会の実現」のため、作業療法学科では、多様な人々が共

生できる社会の実現に貢献できる人材を育成に向け、聴覚障害者の心のバリアを取り除く

コミュニケーション手段、及び福祉用具や機器の活用などでの自立支援について学修する

機会を設けるため、「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」と「身体障害

への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」という隣接する分野を選択科目として配置した。 

②「組織の経営・マネジメント」を構成する科目設定の考え方

学生が将来、理学療法士・作業療法士としてキャリアを積み、所属する組織でマネジメン

トに関わるようになった際必要となる知識が、「組織の経営・マネジメント」である。

理学療法や作業療法の専門職として医療機関等に就職した後、リーダー層、管理職層へと

ステップアップすることが想定されるが、その際には保健医療専門職としての知識に加え、

経営・マネジメントの素養が求められる。組織の方向性を検討・策定し、その実行のための

人材マネジメントを行うための知識や考え方は、理学療法士・作業療法士の養成教育には含

まれず、独学で、あるいはその組織のやり方を踏襲する、などにより修得・対応している。

本学では将来のリーダー層の育成を目指す教育を行うことから、将来必要となることが想

定される知識として経営にかかわる学修を行う必要があると考え、「組織の経営・マネジメ

ント」を設定した。

また、「隣接他分野」では、理学療法士・作業療法士の活躍の場を広げる隣接する他分野

を学修するが、理学療法・作業療法に隣接するアイデアを構想としてまとめ展開するために

も経営分野の知識は有益である。  

 このような考え方から、「組織の経営・マネジメント」を展開科目の分野として設定し、

組織のリーダー層に必要な経営分野の科目を配置した。なお、4ページの【展開科目の分野
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の科目設定修正の考え方】で説明したように「組織の経営・マネジメント」は学部共通科目

とし、経営・マネジメントの骨格となる「実務リーダーのための経営戦略論」と「組織・人

材マネジメントの理論と実践」を主要科目として、「実践マーケティング戦略」と「保健医

療経営Ⅰ」を必修科目として設定した。このほか、社会人の学び直し学生の受け入れも想定

し、学生のバックグラウンドや関心に対応できるよう、経営を学ぶ上で必要な科目を選択で

きる設定とした。 

【展開科目を統合する科目の設定】 

展開科目の「隣接他分野」の科目構成の修正に加え、展開科目を構成する「隣接他分野」

と「組織の経営・マネジメント」の２つの分野について、「それらで学んだ学修内容を統合

する学修機会を設定することが教育効果の観点から有効」という審査意見４の指摘を受け、

学修内容を統合する科目「共生社会の展開と実践」を新しく設定した「統合分野」に配置し

た。 

養成する資格の特性に合わせた学科ごとの独自科目の設定に加え、展開科目に関し、審査

意見４の指摘を受け、展開科目で学んだ学修内容を統合する学修機会を設定するため、「隣

接他分野」と「組織の経営マネジメント」を統合する「共生社会の展開と実践」を新規に設

定し、「統合分野」に配置した。 

「共生社会の展開と実践」は、展開科目の定義である「当該職業分野において創造的な役

割を果たすために必要な能力を育成」するため、「組織の経営・マネジメント」と「隣接他

分野」の学修を統合し、共生社会の実現に貢献しうる役割やサービスを演習により考える科

目として設置した。グループ演習は学科別に行うが、ディスカッションの結果は学部合同で

発表し、他学科での応用の考え方も参考にする。この科目は、展開科目の担当教員と職業専

門科目の関連する科目の教員が担当する。 

図表 ４-２ 「共生社会の展開と実践」科目の構成：理学療法学科 

No. テーマ 内容 

１～6回 

展開・実践の

アイデア検討

と集約 

本科目の目的を説明するオリエンテーションののち、全体で

理学療法士にとっての共生福祉の考え方を整理する。選択必

修で履修した科目別のグループに分かれ、履修した科目で学

修した内容を理学療法分野でどのように展開できるか、事例

も紹介しながら解説する。学修した知識や事例を元に、グル

ープとして実践したいアイデアをディスカッションによっ

てまとめる。 

7回 発表 各グループでまとめたアイデアを発表する。 

8～13回 
展開アイデア

を構想化する

グループでまとめたアイデアを、経営・マネジメントの知識

や手法を元に、構想としてまとめる。アイデアをどのような
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手順と活用 施設や対象者に、どのような考え方で提供することが、理学

療法士として創造的な役割を果たすことにつながるのかを

考え、整理する。 

14～15 回 

発表（学部合

同） 

アイデアを構想として整理した結果をグループごとに発表

する。発表は学部合同で行い、他学科との交流を行うと同時

に、多様な考え方に触れる場とする。 

図表 ４-３ 「共生社会の展開と実践」科目の構成：作業療法学科 

No. テーマ 内容 

１～6回 

展開・実践の

アイデア検討

と集約 

本科目の目的を説明するオリエンテーションののち、全体で

作業療法士にとっての共生福祉の考え方を整理する。選択必

修で履修した科目別のグループに分かれ、履修した科目で学

修した内容を理学療法分野でどのように展開できるか、事例

も紹介しながら解説する。学修した知識や事例を元に、グル

ープとして実践したいアイデアをディスカッションによっ

てまとめる。 

7回 発表 各グループでまとめたアイデアを発表する。 

8～13回 

展開アイデア

を構想化する

手順と活用 

グループでまとめたアイデアを、経営・マネジメントの知識

や手法を元に、構想としてまとめる。アイデアをどのような

施設や対象者に、どのような考え方で提供することが、作業

療法士として創造的な役割を果たすことにつながるのかを

考え、整理する。 

14～15 回 

発表（学部合

同） 

アイデアを構想として整理した結果をグループごとに発表

する。発表は学部合同で行い、他学科との交流を行うと同時

に、多様な考え方に触れる場とする。 

■理学療法学科の「隣接他分野」科目の概要

【展開科目の「隣接他分野」の学修で育成する人材像と科目構成の考え方】 

理学療法士は、基本的動作能力の回復を図るため、運動療法や物理療法を用いながらリハ

ビリテーションを行うスペシャリストであることから、多様な生活者の健康寿命の延伸等

を含めた QOL の維持・向上に創造的な役割を果たすことができる理学療法士の育成を目指

し、「隣接他分野」では、身体機能の低下の予防や回復に隣接する分野の知識や技術を修得

し、理学療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置した。 
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３月の補正申請時は、理学療法学科の「隣接他分野」の必修科目として、工学の考え方や

知識を取り入れる科目である「身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」の２科目を設定して

いた。 

今回の再補正申請では、審査意見の指摘を受け、資格の特性に合わせ、身体機能の低下の

予防や回復に隣接した多様な生活者の QOL の維持・向上に貢献する能力を育成する観点か

ら、「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障害者の社会参加とスポーツの教育的

活用Ⅰ・Ⅱ」の４科目を、新たに理学療法学科の選択必修科目として設定した。これにより、

理学療法学科の独自科目は、２科目から６科目となった。 

また、「多様な生活者の QOL の維持向上に創造的な役割を果たす」科目として、学部共通

で「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」「ユニバーサルツーリズムと外

出支援Ⅰ・Ⅱ」の４科目を配置した。 

【「隣接他分野」科目の社会的ニーズ】 

「工学の考え方・知識を取り入れる科目」として配置した「身体障害への支援システム工

学Ⅰ・Ⅱ」は、医療・リハビリの分野に支援工学を活用した機器が広まりつつあり、基本的

動作能力の回復を図るため運動療法や物理療法を用いる理学療法士が身に付けておくべき

分野・知識であることから必修科目としている。 

「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障害者の社会参加とスポーツの教育的

活用Ⅰ・Ⅱ」は、「運動・スポーツを通じ、健康寿命の延伸と QOLの維持向上に貢献する能

力育成」を目指す。 

「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」は、コーチングのスキルを身に付け、そ

のスキルを活用しスポーツを通じて健康寿命の延伸を図るための能力を育成する科目であ

る。 

健康寿命の延伸には、身体活動・運動の推進が有効であり、「健康日本 21」でも運動習慣

者の割合を増加させることが目標の一つとなっている。運動習慣者を増加させるために指

導者の育成が求められている。 

理学療法士は、リハビリテーションによって身体機能の回復を支援する知識・技術を身に

付けていることから、運動指導者としての役割も期待されている。更に、健康寿命の延伸の

ためには運動を習慣づけることが必要であり、運動方法等だけでなく、意識づけを行うこと

も重要である。 

本科目は、「コーチング」という対象者が自ら考え必要な気づきを得て、目標達成に向け

て自主的に行動する状態へと促す手法や考え方及びスキルを修得することで、運動方法を

教えるだけでなく、対象者のやる気を引き出し運動の習慣づけに貢献できる人材を育成す

る。コーチングのスキルは、健康増進だけでなくアスリートの指導にも活用でき、スポーツ

トレーナーを目指す学生にとっても身に付けることが望まれる。

メタボリックシンドローム対策の保健指導においても、カウンセリング技術、アセスメン
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ト技術、コーチング技術、ティーチング技術、自己効力感を高める支援技術、グループワー

クを支援する技術などを実践に活かすことが推奨されており（標準的な健診・保健指導プロ

グラム【改訂版】 平成２５年４月 厚生労働省 健康局）、「健康寿命の延伸のために運動

を継続させる」目的のためにコーチング技術を学ぶことは有益であると考える。 

さらにコーチングのスキルは、スポーツだけでなく、理学療法を行う様々な場面で活用す

ることができる。ビジネスコーチングという観点では、組織運営においても、身に付けてお

くことは有益な知識・スキルである。 

このように、この科目はコーチングのスキルを身に付けることに主眼を置きながら、その

スキルを活かすことでスポーツの普及、その結果健康寿命の延伸につなげるという観点で

内容を構成する。 

「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」は、教育方法やティーチングを学修

し、スポーツを通じた障がい者の社会参加を推進する科目である。 

障がい者にとってスポーツは、健康増進だけでなく、社会参加という点での意義が大きい。

しかし、スポーツをする障がい者の割合は健常者に比べ低く、障がい者の障害特性を理解し

たスポーツの指導ができる指導者の養成・確保が求められている。 

図表 ４-４ 過去１年間にスポーツ・レクリエーションを行った日数（20 歳以上）

【出典】文部科学省「参考資料 障害者スポーツに関する基礎データ集」（平成２７年６月） 地

域における障害者スポーツ普及促進に関する有識者会議（第１回）  

本科目は、このような社会ニーズ・背景から、スポーツを通じた障がい者の健康増進と社

会参加の促進に対して理学療法士として貢献するために、教育原理や教育方法論的な視点

から、障がい者スポーツについての理解を深め、ティーチング技術を学ぶとともに、社会全

体に啓蒙、普及させるためには何が必要であるかを考え、実践できる知識について学ぶ科目

が必要であると考え、設置した。 
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■作業療法学科の独自科目

【展開科目の「隣接他分野」の学修で育成する人材像と科目構成の考え方】 

作業療法士は、身体や精神に障害があり日常生活に支援が必要な人々へ、作業を通じて社

会とつながりを持つための支援を行うスペシャリストであることから、「隣接他分野」では

「日常生活支援」と「外出支援・社会参加」に関連する分野の知識や技術を修得し、その知

識を応用することで、多様な生活者の健康寿命の延伸や QOLの維持・向上に創造的な役割を

果たすことができる作業療法士の育成を目指し、作業療法と融合することで活躍の場を広

げる科目を配置した。 

３月の補正申請時は、作業療法学科の「隣接他分野」の必修科目として外出支援につなが

る「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」の２科目を設定していた。 

 今回の再補正申請では審査意見の指摘を受け、資格の特性に合わせ外出支援や社会との

つながりにかかわる「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」と「音楽療法による QOLの

維持向上Ⅰ・Ⅱ」の４科目を作業療法学科独自の選択必修科目として設定した（図表 

１-７、図表 １-８）。その結果作業療法学科の独自科目は、２科目から６科目となった。

また「多様な生活者の QOL の維持向上に創造的な役割を果たす」科目として、学部共通で

「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ」「身体障害への支援システム工学

Ⅰ・Ⅱ」の４科目を配置した。 

【「隣接他分野」科目の社会的にニーズ】 

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」は、「年齢や障害などに関わらず、誰もが

外出や旅行を楽しむ」ために、外出や旅行の意義、共生社会へつながる一歩であることなど

を、ユニバーサルデザインやバリアフリーとの関係、障害の社会モデル」について学修し、

作業療法士が身に付けておくべき分野・知識であることから必修科目とした。 

図表 ４-５ ユニバーサルツーリズムにおける効用 

【出典】「旅行による効用の検証結果取りまとめ」（ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関
する検討会 平成 26年 観光庁） 



「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」「音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」は、

「高齢者・障害者の社会参加・外出支援に貢献し、健康寿命の延伸と QOLの維持向上に寄与

する能力育成」を目指す。 

美容は旅行とともに保険外サービスの一つとして取り上げられており、「健康寿命の延伸

に寄与するヘルスケアビジネスの一つとして、高齢者の生活の質を高める保険外サービス

を充実させていくことの意義は大きい（「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険

外サービスの参考事例集」（厚生労働省 農林水産省 経済産業省 平成 28年３月））」とあ

るように、対象者の日常生活を支援する作業療法士にとって有益であり、かつ創造的な知

識・能力につながると考えた。 

図表 ４-６ 化粧サービス（化粧療法プログラム） の利用と 健康度自己評価 

【出典】「美容的ヘルスケアサービス提供による介護費用削減効果の検証」（平成 26 年度健康寿

命延伸産業創出推進事業 経済産業省） 

「音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」は、保健医療福祉の様々な領域で行われている

音楽療法の概要を学ぶ科目である。音楽療法は、不安や痛みの軽減、精神的な安定、自発性・

活動性の促進、身体の運動性の向上、表情や感情の表出、リラクゼーションなどの効果が期

待され、障がい者や高齢者の日常生活支援につながり、対象者の日常生活を支援する作業療

法士にとって有益であり、かつ創造的な知識・能力につながると考えた。 

認知症高齢者・介護予防・精神障害者・障害児者・重症心身障害者のための音楽療法の目

的と方法、使用される楽曲や楽器、活動の構造について学び、活動計画の立案に必要な基礎

知識を身につける。 

 【資格の特性に合わせ設定した学科ごとの科目構成】 

これまで説明した展開科目を構成する科目を、前回との比較で一覧にしたものが図表 ４-７、

学科別の科目一覧が図表 ４-８である。 
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図表 ４-７ 展開科目（隣接他分野）の学科別科目構成：補正申請と再補正申請の比較 

図表 ４-８ 展開科目の学科別科目構成（今回申請） 

科目 主要 PT OT 備考 

統 合

分野 
共生社会の展開と実践 主 ● ● 一部合同授業 

隣
接
他
分
野

共生福祉論 主 ● ● 

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 主 ● △ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 主 △ ● 

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ 〇 ― 新規追加 

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用

Ⅰ・Ⅱ 
〇 ― 新規追加 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ ― 〇 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ ― 〇 

理学療法学科 作業療法学科 備考

学部共通

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ

学部共通

学部共通

学部共通

学部共通

学部共通

新設
学部共通

学部共通

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ
ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

コーチングの理論とスポーツへの応用
Ⅰ・Ⅱ

ー 新設
障害者の社会参加とスポーツの教育的
活用Ⅰ・Ⅱ（新設）

ー 新設

ー 美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

ー 音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

ユニバーサルツーリズムと外出支援
Ⅰ・Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ

学部共通

必
修

選
択

選
択
必
修

選
択

共生福祉論Ⅰ・Ⅱ

新

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ

共生社会の展開と実践

共生福祉論

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

障害児教育における学校支援Ⅰ・Ⅱ

共生社会における災害行政Ⅰ・Ⅱ

音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ

旧

必
修
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手話による聴覚障害者とのコミュニケーシ

ョンⅠ・Ⅱ 
△ △ 

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

実務リーダーのための経営戦略論 主 ● ● 

組織･人材マネジメントの理論と実践 主 ● ● 

実践マーケティング戦略 ● ● 

実務リーダーのための財務会計Ⅰ △ △ 

実務リーダーのための財務会計Ⅱ △ △ 

ビジネスのための法律 △ △ 

ビジネスのための IT △ △ 

保健医療経営Ⅰ ● ● 

保健医療経営Ⅱ △ △ 

在宅サービスの事業経営 △ △ 

事業計画策定概論 △ △ 

総合事業開発 △ △ 

●：必修科目  〇：選択必修科目 △：選択科目  ―：科目設定なし 

主：主要科目 

■「課題解決力」の育成

「課題解決力」は、組織の経営マネジメントで育成に寄与する要素があるが、３月申請時

に示したカリキュラムツリー、カリキュラムマップでは、「Ｄ１：保健医療分野の専門性」

及び「Ｄ３：課題解決力」を育成すると設定していた。しかし、審査意見の回答及び設置の

趣旨での文章中にその説明が少なく、説明不足であった。 

ディプロマ・ポリシーの各項目に対応する３月補正申請時の科目数は、以下の図表４-

９、図表４-１０のとおりであり、「課題解決力」は職業専門科目で主に育成する。 

図表 ４-９ ディプロマ・ポリシーに対応する科目数：理学療法学科（３月補正申請時） 

 Ｄ１ 

保 健 医 療

分 野 の 専

門性 

 Ｄ２ 

共 生 社 会

の理解 

 Ｄ３ 

課 題 解 決

力 

 Ｄ４ 

応用力 

 Ｄ５ 

組織におけ
る経営・マネ
ジメント力 

基礎科目 1 6 13 3 14 

職業専門科目 57 12 57 16 11 

展 開

科目 

隣接他分野 11 11 

組織の経営マ

ネジメント
5 5 5 

総合科目 4 4 4 4 4 

総計 62 33 79 39 34 
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図表 ４-10 ディプロマ・ポリシーに対応する科目数：作業療法学科（３月補正申請時） 

 Ｄ１ 

保 健 医 療

分 野 の 専

門性 

 Ｄ２ 

共 生 社 会

の理解 

 Ｄ３ 

課 題 解 決

力 

 Ｄ４ 

応用力 

 Ｄ５ 

組織におけ
る経営・マネ
ジメント力 

基礎科目 2 6 14 3 15 

職業専門科目 65 15 64 17 7 

展 開

科目 

隣接他分野 11 11 

組織の経営マ

ネジメント
5 5 5 

総合科目 5 5 5 5 5 

総計 72 37 88 41 34 

【資料 ４-１】 カリキュラム・ツリー

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（22ページ） 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知識

や技術に加え、展開力を有した実務リーダ

ーとして活躍するために、「専門領域に隣接

する他分野（以下、「隣接他分野」と表現す

る。）」「組織の経営・マネジメント（以下、

「経営分野」と表現する。）」及びそれら分野

を統合する分野に関する科目を配置した。 

（30ページ） 

「展開科目」は、「隣接他分野」「経営分野」

及びそれらを統合する「統合分野」で構成し

た。 

「隣接他分野」は「共生福祉論」を学部共

通の主要科目とした。 

（中略） 

（22ページ） 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リー

ダーとして活躍するために、「専門領域に隣

接する他分野（以下、「隣接他分野」と表現

する。）」「組織の経営・マネジメント（以下、

「経営分野」と表現する。）」に関する科目

を配置した。 

（30ページ） 

展開科目は、「隣接他分野」及び「経営分野」

で構成した。 

（中略） 

「隣接他分野」は「共生福祉論Ⅰ」「共生福

祉論Ⅱ」を学部共通の主要科目とした。 

（中略） 
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主要科目とし、理学療法士・作業療法士そ

れぞれの専門知識に隣接する他分野の科目

を学科別に選択必修として配置した。 

（中略） 

これら２つの分野を統合して学ぶ展開科

目の総合的な科目として、「共生社会の展開

と実践」を設置した。 

（31ページ） 

３）展開科目

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務

リーダーとして活躍するために、「専門

領域に隣接する他分野（隣接他分野）」

「組織の経営・マネジメント（経営分

野）」及び「統合分野」に関する科目を

配置する。

（32ページ） 

統合分野には、隣接他分野と経営分野

について総合的に学修する科目を配置

する。 

（２）理学療法学科のカリキュラム・ポリシ

ー 

３）展開科目

「理学療法に隣接する他分野（隣接他

分野）」「組織の経営・マネジメント（経

営分野）」及び「統合分野」に関する科

目を配置する。

統合分野には、隣接他分野と経営分野

について総合的に学修する科目を配置

する。 

（33ページ） 

（３）作業療法学科のカリキュラム・ポリシ

主要科目とし、さらに共生社会の実現や

QOL の維持・向上に関連する科目を選択科

目として配置した。 

（中略） 

（追加） 

（31ページ） 

３）展開科目

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リ

ーダーとして活躍するために、「専門領

域に隣接する他分野（隣接他分野）」及び

「組織の経営・マネジメント（経営分

野）」に関する科目を配置する。

（32ページ） 

（追加） 

（２）理学療法学科のカリキュラム・ポリ

シー

３）展開科目

「理学療法に隣接する他分野（隣接他分

野）」及び「組織の経営・マネジメント（経

営分野）」に関する科目を配置する。

（追加） 

（33ページ） 

（３）作業療法学科のカリキュラム・ポリ
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ー 

３）展開科目

作業療法の専門的な知識や技術に加

え、展開力を有した実務リーダーとし

て活躍するために、「作業療法に隣接す

る他分野（隣接他分野）」「組織の経営・

マネジメント（経営分野）」及び「統合

分野」に関する科目を配置する。 

（中略） 

経営分野では、基本的な経営・マネジメ

ントを学ぶ科目と、保健医療に関する

経営・マネジメントを学ぶ科目を配置

し、所属する組織における諸課題の改

善に必要な能力を育成する。 

統合分野では、隣接他分野と経営分野

の学修を統合し、共生社会の実現に貢

献しうる役割やサービスを考えること

ができる能力を育成する。 

（43ページ） 

①展開科目の全体構成 

展開科目は、保健医療の専門的な知識や

技術に加え、展開力を有した実務リーダー

として活躍するために、「隣接他分野」「経営

分野」及びそれらを統合する「統合分野」の

３分野で構成した。 

展開科目では、ディプロマ・ポリシーの

「共生社会の理解」「応用力」及び「組織

の経営・マネジメント」に関わる能力を育

成する。「組織の経営・マネジメント」で

育成する能力は異なる資格であっても共通

して必要な能力であるため、異なる資格に

係る人材を養成する本学部であるが、２学

科共通に科目を配置し、資格特性に対応し

た能力は「隣接他分野」の科目で育成す

る。 

シー

３）展開科目

作業療法の専門的な知識や技術に加え、

展開力を有した実務リーダーとして活

躍するために、「作業療法に隣接する他

分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・

マネジメント（経営分野）」に関する科目

を配置する。 

（中略） 

経営分野では、基本的な経営・マネジ

メントを学ぶ科目と、保健医療に関す

る経営・マネジメントを学ぶ科目を配

置し、所属する組織における諸課題の

改善に必要な能力を育成する。 

（追加） 

（41ページ） 

（３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リー

ダーとして活躍するために、「隣接他分野」

及び「経営分野」に関する科目を配置した。 

（追加） 
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（削除） 

隣接他分野の必修単

位は５単位、経営分野の必修単位は８単位、

統合分野の必修単位は１単位、合計 14単位

とし、学生の興味や将来の方向性に合わせ

科目を選択できるよう選択科目を６単位以

上とした。 

（44ページ） 

②隣接他分野

隣接他分野は、ディプロマ・ポリシーにお

ける「共生社会の理解」及び「応用力」に関

わる能力を育成する。保健医療に隣接する

他分野の知識・技術、理論を学ぶことで、主

に健康寿命の延伸や在宅医療の推進に寄与

する能力、幅広い視野を修得することを目

的としている。 

養成する人材像をふまえ、多様な生活者

の QOL の維持・向上に関する知見を身に付

け、理学療法士・作業療法士の活動の可能性

を広げる隣接する他分野について学修する

分野及び科目を配置した。 

「共生福祉論」は、リハビリテーション分

野と関連の深い福祉と共生社会との関係に

「展開科目」の設定は、専門学校や既設

の大学には設定されていない科目群であ

り、専門職大学を特徴付ける科目群と言え

る。 

（中略） 

経営分野では、様々な業界の企業や組織

での経営の展開事例をケーススタディとし

て学び、その知見を基に、自らの業界や分

野に得た知識や理論を応用・展開する。基

本的な経営分野の知識や理論を学んだうえ

で、保健医療分野の経営を専門的に学ぶ。 

学生の興味や将来の方向性に合わせ、科

目を選択できるよう、隣接他分野の必修単

位は６単位、経営分野の必修単位は８単位、

合計 14単位とした。 

（43ページ） 

【隣接他分野の配置の考え方】 

隣接他分野は、ディプロマ・ポリシーに

おける「共生社会の理解」及び「応用力」

に関わる能力を育成する。保健医療に隣接

する他分野の知識・技術、理論を学ぶこと

で、主に健康寿命の延伸や在宅医療の推進

に寄与する能力、幅広い視野を修得するこ

とを目的としている。 

「隣接他分野」では、養成する人材像を

ふまえ、多様な生活者の QOL の維持・向上

に関する知見を身に付けることを目的とし

て分野及び科目を配置した。このうち、「共

生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」は、リハビリ

テーション分野と関連の深い福祉と共生社

会との関係について学ぶ科目である。基礎
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ついて学ぶ科目であり、基礎科目の「敬心に

おける共生論」で学んだ知識をベースに、共

生社会と福祉についてさらに深める。「隣接

他分野」の基盤となる科目であるため、主要

科目として設定した。この科目は、学部共通

科目であり、本科目で共生社会について学

修したのち、隣接他分野の他の科目を履修

する。 

「隣接他分野」では、各学科で養成する資格

特性に応じた隣接する他分野科の目を学科

ごとに設定した。 

（中略） 

「隣接他分野」は、原則として講義科目で

ある「Ⅰ」で基本的な知識・能力を教授し、

演習・実技科目である「Ⅱ」において「Ⅰ」

で身に付けた知識・能力を定着させ理解を

深める、という構成とした。 

＜理学療法学科＞ 

設置の必要性として掲げている「健康寿

命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」には、

「予防」が重要な要素である。 

（中略） 

「隣接他分野」では、身体機能の低下の予

防や回復に隣接する分野の知識や技術を修

得し、多様な生活者の健康寿命の延伸等を

含めた QOL の維持・向上に創造的な役割を

果たすことができる理学療法士の育成を目

指し、理学療法と融合することで活躍の場

を広げる科目を配置した。 

ロボットに代表される福祉介護分野にお

ける支援システムの開発から市場投入まで

の一連のプロセスを、実証実験手法も含め

て体系的に学ぶ「身体障害への支援システ

ム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学

科目の「敬心における共生論」で学んだ知

識をベースに、共生社会と福祉についてさ

らに深める科目であり、主要科目として設

定した。この科目は、学科共通科目である。 

「隣接他分野」では、在宅医療に関連する

様々なサービス等に関する知識や、在宅医

療を支援する機器についての知識を教授す

る。 

（中略） 

隣接他分野は、いずれも「Ⅰ」「Ⅱ」の２

科目構成としており、講義科目である「Ⅰ」

で基本的な知識・能力を教授し、演習・実

技科目である「Ⅱ」において、「Ⅰ」で身に

付けた知識・能力を自身のものとして定着

させ、理解を深める。 

（追加） 

（42ページ） 

理学療法学科ではロボットに代表される

福祉介護分野における支援システムの開発

から市場投入までの一連のプロセスを、実

証実験手法も含めて体系的に学ぶ「身体障

害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への
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Ⅱ」を主要科目と設定した。 

 

また、身体機能の低下の予防や回復に隣

接した多様な生活者の QOL の維持・向上に

貢献する能力を育成する観点から、「コーチ

ングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」「障

害者の社会参加とスポーツの教育的活用

Ⅰ・Ⅱ」の４科目を選択必修科目として設定

した。「運動・スポーツを通じ、健康寿命の

延伸とQOLの維持向上に貢献する能力育成」

を目指す。 

（中略） 

作業療法士は、身体や精神に障害があり

日常生活に支援が必要な人々へ、作業を通

じて社会とつながりを持つための支援を行

うスペシャリストであることから、「隣接他

分野」では「日常生活支援」と「外出支援・

社会参加」に関連する分野の知識や技術を

修得し、その知識を応用することで、多様な

生活者の健康寿命の延伸や QOL の維持・向

上に創造的な役割を果たすことができる作

業療法士の育成を目指し、作業療法と融合

することで活躍の場を広げる科目を配置し

た。 

高齢者や障がい者などは施設や住宅での

限られた環境下の生活から、「お出かけ」を

することで徐々に社会参加が促進され、本

人への刺激、生きがい、健康増進への意欲等

が促進されること、外出や旅行は共生社会

へつながる一歩であることから、ユニバー

サルデザインやバリアフリーとの関係、障

害の社会モデルについて学ぶ科目である

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」

を主要科目として設定した。 

また、高齢者・障がい者の社会参加・外出

支援システム工学Ⅱ」を主要科目と設定し

た。 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作業療法学科では、高齢者や障がい者な

どは施設や住宅での限られた環境下の生活

から、「お出かけ」をすることで徐々に社会

参加が促進され、本人への刺激、生きがい、

健康増進への意欲が促進されること、外出

や旅行は共生社会へつながる一歩であるこ

とから、ユニバーサルデザインやバリアフ

リーとの関係、障害の社会モデルについて

学ぶ科目である「ユニバーサルツーリズム

と外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと

外出支援Ⅱ」を主要科目として設定した。 

（追加） 
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支援に貢献し、健康寿命の延伸と QOL の維

持向上に寄与する能力育成する観点から

「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ・Ⅱ」

と、「音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」

の４科目を選択必修科目として設定した。 

（中略） 

「手話による聴覚障害者とのコミュニケ

ーションⅠ・Ⅱ」と「身体障害への支援シス

テム工学Ⅰ・Ⅱ」を選択科目として配置し

た。 

（47ページ） 

（削除） 

（44ページ） 

図表 16 隣接他分野の科目の関係 

科目 主要 理学療法 作業慮法 

統合分野 共生社会の展開と実践 主 ● ● 

隣
接
他
分
野

共生福祉論 主 ● ● 

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 主 ● △ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 主 △ ● 

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ 〇 ― 

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ 〇 ― 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ ― 〇 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ ― 〇 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ・Ⅱ △ △ 

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
（
経
営
分
野
）

実務リーダーのための経営戦略論（２）

経営分野
の基本を
学ぶ科目 

主 ● ● 

組織・人材マネジメントの理論と実践（２） 主 ● ● 

実践マーケティング戦略（２） ● ● 

実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１） △ △ 

実務リーダーのための財務会計Ⅱ（１） △ △ 

ビジネスのための法律（１） △ △ 

ビジネスのための IT（１） △ △ 

事業計画策定概論（２） 経営の総
合的な科

目

△ △ 

総合事業開発（１） △ △ 

保健医療経営Ⅰ（２）
保健医療
経営 

● ● 

保健医療経営Ⅱ（１） △ △ 

在宅サービスの事業経営（１） △ △ 

分野 必修/選択 科目名称 備考 

隣
接
他
分
野

必
修
科
目

共生福祉論Ⅰ 学部共通 

主要科目 共生福祉論Ⅱ 

身体障害への支援システム工学Ⅰ 理学療法学科 

主要科目 身体障害への支援システム工学Ⅱ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 作業療法学科 

主要科目 ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ

選
択
科
目

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅱ 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ 

障害児教育における学校支援Ⅰ 

障害児教育における学校支援Ⅱ 

共生社会における災害行政Ⅰ 

共生社会における災害行政Ⅱ 

• 美容ケアによるQOLの維持向上
• ユニバーサルツーリズムと外出支援
• 音楽療法によるQOLの維持向上

• 障害児教育にお
ける学校支援

• 共生社会における災害行政

• 身体障害への支援システ
ム工学

• 手話による聴覚障害者と
のコミュニケーション

共生福祉
論

外出や生き
がい支援

在宅医療や
リハビリテー
ションへの支

援

災害時への
支援

障害児へ
の支援
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（47ページ） 

③組織の経営・マネジメント（経営分野）

「組織の経営・マネジメント」は、ディプ

ロマ・ポリシーにおける「組織における経

営・マネジメント力」に関わる能力の育成を

主に担う分野として設定した。経営分野の

基礎となる理論や知識を学ぶとともに、そ

れらが実際の企業や事業体・組織でどのよ

うに展開されているか事例を通して学び経

営全般の知識を体系的に修得するととも

に、保健医療分野の経営についても学び、応

用力と実践力を高めていく。 

（削除） 

本学では将来のリーダー層の育成を目指

す教育を行うことから、将来必要となるこ

とが想定される知識として経営にかかわる

学修を行う必要があると考え、必要な能力

を育成する科目を設定した。また、「隣接他

分野」では理学療法士・作業療法士の活躍の

場を広げる隣接する他分野を学修するが、

理学療法・作業療法に隣接するアイデアを

構想としてまとめ展開するためにも経営分

野の知識は有益である。 

（削除） 

【経営分野の配置の考え方】 

経営分野は、「課題解決力」と「組織にお

ける経営・マネジメント力」に関わる能力

の育成を主に担う分野として設定した。経

営分野の基礎となる理論や知識を学ぶとと

もに、それらが実際の企業や事業体・組織

でどのように展開されているかを事例を通

して学び、経営全般の知識を体系的に修得

するとともに、保健医療分野の経営につい

ても学び、応用力と実践力を高めていく。 

展開科目で経営分野の基本となる分野を

学び、保健医療分野の専門的な経営やサー

ビスについて学修することで早い段階で組

織の中核を担う実務リーダーとなりうる人

材育成に必要な能力を育成する。 

経営分野には、経営分野の基礎を学ぶと

ともに、保健医療分野の経営についても学

修する。 

（追加） 

（42ページ） 

「経営分野」では、経営分野の基礎とな

る理論や知識を学ぶとともに、それらが実

際の企業や事業体・組織でどのように展開

されているかを事例を通して学び、経営全

般の知識を体系的に修得するとともに、保
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様々な業界の企業や組織での経営の展開

事例をケーススタディとして学び、その知

見を基に、自らの業界や分野に得た知識や

理論を応用・展開する。基本的な経営分野の

知識や理論を学んだ上で、保健医療分野の

経営を専門的に学ぶ。 

「組織の経営・マネジメント」を構成する科

目は学部共通科目とし、経営・マネジメント

の骨格となる「実務リーダーのための経営

戦略論」と「組織・人材マネジメントの理論

と実践」を主要科目として、「実践マーケテ

ィング戦略」と「保健医療経営Ⅰ」を必修科

目として設定した。このほか、社会人の学び

直し学生の受け入れも想定し、学生のバッ

クグラウンドや関心に対応できるよう、経

営を学ぶ上で必要な科目を選択できる設定

とした。 

（48ページ） 

④統合分野

展開科目を構成する「隣接他分野」と「組

織の経営・マネジメント」の２つの分野で学

んだ学修内容を統合する分野として「統合

分野」を設定し、統合科目「共生社会の展開

と実践」を配置した。 

「共生社会の展開と実践」は、リハビリテ

ーション分野において創造的な役割を果た

すために必要な能力を育成するため、「組織

の経営・マネジメント」と「隣接他分野」の

学修を統合し、共生社会の実現に貢献しう

る役割やサービスを演習により考える科目

である。この科目は、展開科目の担当教員と

職業専門科目の関連する科目の教員が担当

する。授業で検討した結果の発表は学部合

健医療分野の経営についても学び、応用力

と実践力を高めていく。経営分野では、 

様々な業界の企業や組織での経営の展開

事例をケーススタディとして学び、その知

見を基に、自らの業界や分野に得た知識や

理論を応用・展開する。基本的な経営分野

の知識や理論を学んだうえで、保健医療分

野の経営を専門的に学ぶ。 

（追加） 

（追加） 
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同で行い、学生が交流する機会を設ける。 

（49ページ） 

図表 18 展開科目の教育体系 

（58ページ） 

＜展開科目＞ 

展開科目は、「隣接他分野」「経営分野」及

び「統合分野」により構成する。 

「統合分野」は「隣接他分野」と「経営分

野」及び「職業専門分野」の専任教員が共同

で担当する。 

図表 18 展開科目の教育体系 

（54ページ） 

＜展開科目＞ 

展開科目は、「隣接他分野」及び「経営分

野」により構成する。 

（追加） 

共生福祉論Ⅱ ◎

保健医療経営Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅱ ◎
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ ◎
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ
障害児教育における学校支援Ⅱ
共生社会における災害行政Ⅱ
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ

身体障害への支援システム工学Ⅰ ◎
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ ◎
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ
障害児教育における学校支援Ⅰ
共生社会における災害行政Ⅰ
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ

保健医療経営Ⅰ
在宅サービスの事業経営

実践マーケティング戦略
実務リーダーのための財務会計Ⅱ
ビジネスのための法律
ビジネスのためのIT

共生福祉論Ⅰ ◎

実務リーダーのための経営戦略論 ◎
組織・人材マネジメントの理論と実践 ◎
実務リーダーのための財務会計Ⅰ

前
期

前
期

前
期

前
期

後
期

後
期

後
期

後
期

総合事業開発

事業計画策定概論

必修科目：
主要科目：◎

基
本
的
な
経
営
科
目

保
健
医
療
分
野
の
経
営
科
目

総
合
的
な
経
営
科
目

隣接他分野 経営分野

4
年
次

１
年
次

３
年
次

２
年
次
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（64ページ） 

（１）理学療法学科 

理学療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（２）作業療法学科 

作業療法学科における卒業時に必要な

単位取得数を表に示す。 

（61ページ） 

（１）理学療法学科 

理学療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（２）作業療法学科 

作業療法学科における卒業時に必要な単

位取得数を表に示す。 

（37ページ） 

（２）職業専門科目 

職業専門科目では、ディプロマ・ポリシー

の「保健医療分野の専門性」と「課題解決力」

に関わる能力を育成する。 

（43ページ） 

（３）展開科目 

展開科目は、保健医療の専門的な知識や

技術に加え、展開力を有した実務リーダー

として活躍するために、「隣接他分野」「経営

分野」及びそれらを統合する「統合分野」の

３分野で構成した。 

展開科目では、ディプロマ・ポリシーの

「共生社会の理解」「応用力」及び「組織の

経営・マネジメント」に関わる能力を育成す

る。 

（37ページ） 

（２）職業専門科目 

（追加） 

（41ページ） 

（３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知

識や技術に加え、展開力を有した実務リー

ダーとして活躍するために、「隣接他分野」

及び「経営分野」に関する科目を配置した。 

（追加） 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13単位 7 単位以上 20単位以上 

職業専門科目 101 単位 － 101 単位 

展開科目 

統合分野 1 単位 － 

20単位以上 隣接他分野 5 単位 
6 単位以上 

経営分野 8 単位 

総合科目 4 単位 － 4 単位 

計 132 単位 13単位以上 145単位以上 

卒業要件単位数 145単位以上 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13 単位 7 単位以上 20 単位以上 

職業専門科目 101 単位 － 101 単位 

展開科目 

統合分野 1 単位 － 

20 単位以上 隣接他分野 6 単位 
6 単位以上 

経営分野 8 単位 

総合科目 4 単位 － 4 単位 

計 132 単位 13 単位以上 145 単位以上 

卒業要件単位数 145 単位以上 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13 単位 7単位以上 20 単位以上 

職業専門科目 101単位 － 101単位 

展開科目 
隣接他分野 6単位 

6単位以上 20単位以上 
経営分野 8単位 

総合科目 4単位 － 4 単位 

計 128単位 13 単位以上 145 単位以上 

卒業要件単位数 145単位以上 

科目 必修科目 選択科目 合計 

基礎科目 13単位 7単位以上 20単位以上 

職業専門科目 97単位 － 97単位 

展開科目 
隣接他分野 6単位 

6単位以上 20単位以上 
経営分野 8単位 

総合科目 5 単位 － 5単位 

計 129 単位 13 単位以上 142 単位以上 

卒業要件単位数 142 単位以上 
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２
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５
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4
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1
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3
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1 1 11

1 13 2

1

2

1 2
2 2

3

111 4

1 68

4

2

1
3

7
5 3

1

【資料４-1】 カリキュラム・ツリー 

【資料４-1】 
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（是正事項） 全学共通 

 【教育課程等】 

 

５． 【全体計画審査意見１０（１）の回答について】 

＜成績評価が不明確＞ 

既設の専門学校と専門職大学の成績評価の違いについての回答は、主として評価手順につ

いての回答となっていることから、質的にどのような違いがあるのか判断できないため、専

門職大学としてふさわしい成績評価となっていることを明確にすること。また、「客観的臨

床能力試験（OSCE）」の成績評価が一括して５段階評価を行うように設定されているように

見受けられるが、本来、本試験は臨床実習を行う臨床能力を身に付けているかどうかについ

て、各実技を工程ごとに判定するものであるため、適切に改めること。さらに、成績評価に

ついては、「科目責任者である教員が責任を持って成績評価及び担当教員が行う」とされて

いるが、科目責任者１名で全ての学生の成績評価等を行うことができるのか懸念されるた

め、妥当性を説明するか修正すること。 

（対応） 

■既存の専門学校と専門職大学の成績評価の質的な違いについて 

審査意見の指摘を受け、既存の専門学校と専門職大学の成績評価の質的違いについて、検

討を行った。 

 

【既設の専門学校と専門職大学との実習科目の比較】 

学校の目的は、専門学校は「資格の取得」が第一義である。」一方、本学は、「高度専門職」

「実務家」の育成を目指しており、育成する能力・教育方針、授業の進め方、評価項目を具

体的に整理し、実習担当教員及び実習指導者と共有を図る。 

既設の専門学校と本学では、授業概要・到達目標・授業内容にも違いがある（【資料５-１】

【資料５-２】）。本学では、それぞれについて具体的な表現を用い、詳細に説明し、学生及

び実習指導者が授業について理解しやすいようにしている。 

 

図表 ５-１ 既設の専門学校と東京保健医療専門職大学の臨地実務実習科目の比較 

 既設の専門学校 東京保健医療専門職大学 

学校の目的 資格の取得 高度な専門職、実務家の育成 

実習の概要

と教育方針 

厚生労働省理学療法士作業療

法士学校養成施設指定規則に

基づき、それぞれの臨床実習

指導要領に従い、主に資格取

得に特化した教育課程であ

多岐に渡る社会の要望を踏まえて、系統立

てて理論付けされた実践的知識力と技術力

を養い、様々な障がいを有する対象者と対

処する専門職として相応しい人材を育成す

るべく、保健医療分野において多職種と連
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り、実務に重点を置いた専門

職としての到達目標、指導体

制、成績評価を実施。 

携、協働し保健医療専門職としての能力を

発揮できる理学療法士を育成。 

「臨床実習の経験を自ら振返り、臨床実習

の成果を客観視することができる」を掲げ、

実習施設の概要と体験した理学療法対象者

について、発表資料を作成し、学生同士相

互に実習内容を報告し、発表会担当教員の

下で、相互討論しながら理学療法の評価・

治療方法や各施設における理学療法士の役

割や業務について、振返り学修し理解を深

め基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程

の３側面を通して実践的なスキルを修得さ

せる。 

成績評価の

考え方・方

法 

（１）成績評価の考え方 

・実務に重点を置いた専門職

としての成績評価を行う 

・学科による成績評価の考え

方に違いはない。 

 

（２）成績評価の方法 

成績評価における実習指導者

評価のウエイトは明確になっ

ていない。実習指導者の経験

等による評価を元に、実習担

当教員が成績評価判定を行

う。実習指導者の主観的評価

が採用されるため、学校とし

ての公平な評価が行われにく

い。 

（１）成績評価の考え方 

・学科ごとに、養成する人材像を鑑み、成績

評価の考え方を設定。 

 

 

 

（２）成績評価の方法 

【理学療法学科】 

実習指導者による評価のウエイトを定め、

本学独自の評価を重視した多面的な評価を

行う。客観的な評価が行われる体制を構築

し、成績評価を実施する。 

① 実習指導者による評価（40％） 
② OSCE による評価（40％） 
③ 臨床実習担当教員による振返り（20％） 
 

【作業療法学科】 

実習指導者による評価のウエイトを定め、

本学独自の評価を重視した多面的な評価を

行う。客観的な評価が行われる体制を構築

し、成績評価を実施する。 

①学外評価 

・実習指導者による評価（40％） 
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②学内評価 

・臨地実務実習施設での実習報告書 

・臨地実務実習施設での実習記録 

・学内教員による質疑応答（口頭試験） 

・臨地実務実習前の客観的臨床能力試験

（OSCE） 

・臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振

り返り） 

・臨地実務実習の症例報告発表 

・本学到達目標への自己課題評価 

実習指導者の評価を元に、実

習担当教員が成績評価を行

う。 

上記の多面的な評価結果を踏まえ、成績評

価認定は評価判定会議（複数教員）が行う 

評価項目 ・評価項目が科目間で重複し

ており、科目独自の評価項

目が大学に比べ少ない。 

・評価項目数は専門学校より多い。 

・評価項目は、各科目で育成する能力を評

価するために、科目独自に設定。 

・項目内容を細分化して設定。 

・評価内容を具体的にし、評価者及び学生

に評価のポイントを伝える工夫をしてい

る。 

評価の公平

化への取り

組み 

「臨床実習指導者会議」を実

施し、実習指導者と実習担当

教員との情報交換の場とす

る。 

大学内で統一した評価基準を設定し、評価

レベルを合わせるための評価者研修会を行

った上で、客観的な評価を実施する。 

 

評価実習と総合実習について、既設の専門学校と本学との評価項目数を比較したものが

図表 ５-２、図表 ５-３である。 

専門学校の特徴として、科目間で共通な評価項目が多いことがあげられる。理学療法学科

では評価実習の 80％、総合実習の 73％が共通する評価項目であり、作業療法学科では評価

実習・総合実習ともに 56％が共通する評価項目である。それに対し、本学は高度な専門職

を育成するという目標の下、各学科で育成すべき能力に適した評価項目を学科別に設定し

ており、理学療法学科では評価実習で 38％、総合実習では 31％が共通する評価項目、作業

療法学科では共通する評価項目は設定していない。 

本学の評価項目の設定に当たっては、専門職大学として高度な職業人材を育成するため、

それぞれの実習科目で育成すべき能力をきめ細かく評価する用十分考慮し、各実習で修得

すべき知識や態度・能力などの項目設定を行っている。評価項目の内容も、具体性を持たせ、
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客観的に能力が評価されるよう工夫した評価項目としている。 

それに対し、専門学校では指定規則に則った基本的な評価項目・内容で構成され、かつ科

目独自の評価項目は少ない。 

このように、本学の実習評価は既設の専門学校に比べ、評価の観点、評価項目の多様性、

具体性に優れており、質の高い評価を実施できると考えている。 

 

 

 図表 ５-２ 理学法学科の評価項目数の比較 

 
既設の専門学校 東京保健医療専門職大学 

評価項目数 共通項目割合 項目数 共通項目割合 

評価実習 44 80% 40 38% 

総合実習 48 73% 48 31% 

共通項目数 35  15  

 

 

 

 図表 ５-３ 作業療法学科の評価項目数の比較 

  
既設の専門学校 

東京保健医療専門職大学 
評価項目数 共通項目割合 

評価実習 25 56% 42 

総合実習 25 56% 18 

共通項目数 14   なし 
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図表 ５-４ 既設の専門学校と本学との評価項目の比較：理学療法学科・評価実習 

 

 

  

大学 既設の専門学校
到達目標 習慣の側面

評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役割を理解できる 挨拶をする
理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げることができる 規則を守る
理学療法対象者への配慮とリスク管理を行うことができる 自らの行動、予定を管理する
理学療法対象者に対し適切な理学療法評価を実施することができる 公私の区別をする
実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出できる 自ら健康を管理をする
実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を設定できる 身だしなみに配慮する
実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法プログラ
ムを作成することができる

状況にあった行動をとる

情報収集や理学療法評価に必要な記録と報告を行うことができる 明瞭な意思表示をする
情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成できる 適宜、報告をする（文書、口頭）
理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守できる 指示されたことを行う

評価項目 周囲の人とコミュニケーションをとる

診療録、画像、各種検査結果から医学・社会的情報を収集できる 治療・指導・援助計画に優先順位を設定する

理学療法対象者の疾病の症候を説明できる 態度の側面：信頼関係
理学療法対象者へ適切な評価項目を挙げることができる 対象者の置かれている立場を理解しようとする
理学療法評価結果を理解することができる 対象者の安楽に配慮しながら対応する
理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診す
ることができる

対象者に合わせて適切な言葉使いをする

理学療法対象者へ理学療法評価の目的、方法、リスクを説明できる 対象者の目線に合わせて話を聞く
スタンダードプリコーションを理解し、実施することができる 対象者のプライバシーを守る
意識障害の評価（観察、Japan Come Scale、Glasgow Come Scale等）を
行うことができる

どの対象者にも同じ態度で接する

理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察を行うことができる 明確な言葉で意思表示を伝え内容を確認する

聴診法により血圧測定を行うことができる 態度の側面：学ぼうとする態度
脈診により脈拍数を測定することができる 自ら疑問、関心を持ち調べることができる
呼吸数を計測し、呼吸の異常の有無を確認することができる 学習の機会に参加する
心電図、パルスオキシメーターなどの各種モニターから理学療法対象者
の異常の有無を確認することができる

適切な自己評価をする

身体活動量（歩数計など）を評価することができる 自ら指導、助言を求める
運動耐容能（6分間歩行テストなど）を評価することができる 指導、助言を受け入れる
臨床実習指導者の指導下で理学療法評価の結果を解釈しまとめることが
できる

情報の入手・検査測定

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる 他部門からの情報収集ができる
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の生活機能を国際障害分
類の観点で整理し、対象者を全体的・構造的に把握することができる

患者に対し面接（問診）ができる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、優先順
位を設定し理解することができる

症例に即した検査・測定方法を選択できる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期目標、長期目標を設
定し理解することができる

正確に検査・測定が実施できる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指導計画
ついて理解することができる

面接・検査・測定の結果の記録・報告できる

主観的所見、客観的所見、評価、計画（SOAP方式）で記録できる 問題点の探求

理学療法対象者の経過を報告することができる
情報の入手・検査測定の結果から問題点を抽出で
きる

適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者と接す
ることができる

問題点の価値づけ・考察ができる

医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる 目標設定・治療プログラムの立案
自ら十分な意欲を持って臨床実習へ参加することができる 治療目標（ゴール）の設定ができる
臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理学療法
評価に必要なコミュニケーションを形成することができる

治療計画の立案ができる

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 基礎知識
理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守できる 解剖学・生理学・運動学などの基礎知識
臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等へ積極的
に参加することができる

臨床医学

理学療法評価法
運動治療
日常生活活動
物理療法
義肢・補装具・福祉機器
医療制度・福祉制度

課題・日誌
形式・客観的な内容・専門用語を備えている
適切な考察が書かれている
期限内に提出できる
発表は簡潔・明瞭に行うことができる

既設の専門学校で総合実習と同じ評価項目

評価実習
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図表 ５-５ 既設の専門学校と本学との評価項目の比較：理学療法学科・総合実習 

 

  

大学 既設の専門学校
到達目標 習慣の側面

臨床実習施設における理学療法及び理学療法士の役割を理解できる 挨拶をする

臨床実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解できる 規則を守る

総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セミナーにおいて発表し討論すること
ができる

自らの行動、予定を管理する

理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に記録・報告することがで
きる

公私の区別をする

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計画・立案を作成することができる 自ら健康を管理をする

臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法目標を設定することができる 身だしなみに配慮する
臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の結果を解釈し、国際生活機能分
類（ICF）を用いて、対象者の全体像を把握し、解決すべき課題を抽出することができる

状況にあった行動をとる

理学療法対象者に対して基本情報を基に疾患や障害の特徴、リスク管理を行うことができる 明瞭な意思表示をする

チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解できる 適宜、報告をする（文書、口頭）

理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個人情報等の守秘義務を厳守することができる 指示されたことを行う

評価項目 周囲の人とコミュニケーションをとる

診療録、画像、各種検査結果等から医学・社会的情報を収集できる 態度の側面：信頼関係
理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる 対象者の置かれている立場を理解しようとする

理学療法対象者へ適切な評価項目と問題点を挙げることができる 対象者の安楽に配慮しながら対応する

理学療法評価結果と問題点を踏まえた理学療法治療計画を理解できる 対象者に合わせて適切な言葉使いをする

医の倫理や生命倫理観について理解することができる 対象者の目線に合わせて話を聞く

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診することができる 対象者のプライバシーを守る

理学療法対象者へ理学療法評価・治療の目的、方法、リスクを説明することができる どの対象者にも同じ態度で接する

理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察ができる 明確な言葉で意思表示を伝え内容を確認する

バイタルサイン測定を行い理学療法対象者の異常の有無を確認できる 態度の側面：学ぼうとする態度
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる 自ら疑問、関心を持ち調べることができる
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の生活機能を国際障害分類の観点で整理し、対象
者を全体的・構造的に把握することができる

学習の機会に参加する

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、優先順位を設定し理解すること
ができる

適切な自己評価をする

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期目標、長期目標を設定し理解することができ
る

自ら指導、助言を求める

基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる 指導、助言を受け入れる

関節可動域運動を行うことができる 理学療法を施行するための情報収集
筋力増強運動を行うことができる 利用者の一日の生活状況の評価ができる

全身持久力トレーニングを行うことができる 面接及び他部門からの情報収集ができる

運動学習を行うことができる 症例に即した評価ができる

バランス練習を行うことができる 身体機能と生活能力の結びつきができる

起き上がり、立ち上がり動作練習を行うことができる 得られた情報を統合し、問題点を抽出することができる

歩行動作練習を行うことができる 理学療法の治療計画の立案
階段昇降練習を行うことができる カンファレンスに参加し、その内容が理解できる

日常生活活動練習を行うことができる ケア目標の合わせて、ゴールの設定及び再検討ができる

手段的日常生活活動練習を行うことができる 環境因子を踏まえて、症例に適した治療計画を立案できる

物理療法（マイクロウェーブ、レーザー光線、超音波治療、ホットパック、パラフィン浴、アイシング、
牽引療法等）の適応と禁忌を理解した上で実施することができる

必要に応じて治療計画を変更できる

筋電図バイオフィードバック療法に関して適応と禁忌を理解した上で実施することができる 理学療法の実施
義肢・装具を理解した上で、義肢・装具の使用を理学療法対象者へ指導することができる オリエンテーションができる
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指導計画ついて理解することがで
きる

安全性・リスク等に配慮できる

臨床実習の内容を主観的所見、客観的所見、評価、計画（SOAP方式）で記録することができる 症例に即した理学療法が実施できる

理学療法対象者の経過を報告することができる 経過記録を書き、その報告ができる

適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者に接することができる 基礎知識
医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる 解剖学・生理学・運動学などの基礎知識
自ら高い意欲を持って臨床実習へ参加することができる 臨床医学
臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理学療法評価治療に必要なコミュ
ニケーションを形成することができる

理学療法評価法

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 運動療法

理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守できる 日常生活活動

臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等へ積極的に参加することができる 物理療法

義肢・補装具・福祉機器
医療制度・福祉制度

課題・日誌
形式・客観的な内容・専門用語を備えている
適切な考察が書かれている
期限内に提出できる
発表は簡潔・明瞭に行うことがでできる

既設の専門学校で総合実習と同じ評価項目

総合実習

インシデントやアクシデントが発生した場合、適切に対応（報告する等）することができる
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図表 ５-６ 理学療法学科：評価実習と総合実習の評価項目 

 

  

評価実習 No 総合実習

診療録、画像、各種検査結果から医学・社会的情報を収集できる 1 診療録、画像、各種検査結果等から医学・社会的情報を収集できる

理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診することができ
る

2
理学療法対象者の情報収集および分析結果より情報を整理して問診することができ
る

理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察を行うことができる 3 理学療法対象者の症状（顔色、表情等）・病態の観察ができる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる 4 臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の全体像を把握できる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の生活機能を国際障害分類の観点で
整理し、対象者を全体的・構造的に把握することができる

5
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の生活機能を国際障害分類の観点で
整理し、対象者を全体的・構造的に把握することができる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、優先順位を設定し
理解することができる

6
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の問題点を抽出し、優先順位を設定し
理解することができる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期目標、長期目標を設定し理解す
ることができる

7
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の短期目標、長期目標を設定し理解す
ることができる

臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指導計画ついて理
解することができる

8
臨床実習指導者の指導下で理学療法対象者の理学療法治療、指導計画ついて理
解することができる

理学療法対象者の経過を報告することができる 9 理学療法対象者の経過を報告することができる

適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者と接することがで
きる

10
適切な身だしなみ、言葉遣い、礼儀正しい態度で理学療法対象者に接することがで
きる

医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる 11 医療人としての心得や職場におけるルールを遵守することができる

自ら十分な意欲を持って臨床実習へ参加することができる 12 自ら高い意欲を持って臨床実習へ参加することができる

積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる 13 積極的に理学療法スタッフや関連職種と関わることができる

理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守できる 14 理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守できる

臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等へ積極的に参加する
ことができる

15
臨床実習施設における症例検討会やカンファレンス、勉強会等へ積極的に参加する
ことができる

評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役割を理解できる 16 臨床実習施設における理学療法及び理学療法士の役割を理解できる

理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げることができる 17 臨床実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解できる

理学療法対象者への配慮とリスク管理を行うことができる 18
総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまとめ、学内セミナーにおいて発表し
討論することができる

理学療法対象者に対し適切な理学療法評価を実施することができる 19
理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に記録・報告
することができる

実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を抽出できる 20
臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価計画・立案を作成す
ることができる

実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を設定できる 21
臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法目標を設定することがで
きる

実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適応した理学療法プログラムを作成
することができる

22
臨床実習指導者の指導のもと理学療法対象者の理学療法評価の結果を解釈し、国
際生活機能分類（ICF）を用いて、対象者の全体像を把握し、解決すべき課題を抽出
することができる

情報収集や理学療法評価に必要な記録と報告を行うことができる 23
理学療法対象者に対して基本情報を基に疾患や障害の特徴、リスク管理を行うこと
ができる

情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーションを形成できる 24 チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解できる

理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義務を厳守できる 25
理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と個人情報等の守秘義務を厳守す
ることができる

理学療法対象者の疾病の症候を説明できる 26 理学療法対象者の疾病の症候を説明することができる

理学療法対象者へ適切な評価項目を挙げることができる 27 理学療法対象者へ適切な評価項目と問題点を挙げることができる

理学療法評価結果を理解することができる 28 理学療法評価結果と問題点を踏まえた理学療法治療計画を理解できる

理学療法対象者へ理学療法評価の目的、方法、リスクを説明できる 29 医の倫理や生命倫理観について理解することができる

スタンダードプリコーションを理解し、実施することができる 30 理学療法対象者へ理学療法評価・治療の目的、方法、リスクを説明することができる

意識障害の評価（観察、Japan Come Scale、Glasgow Come Scale等）を行うことが
できる

31 バイタルサイン測定を行い理学療法対象者の異常の有無を確認できる

聴診法により血圧測定を行うことができる 32 基本動作や移動動作の介助や誘導補助をすることができる

脈診により脈拍数を測定することができる 33 関節可動域運動を行うことができる

呼吸数を計測し、呼吸の異常の有無を確認することができる 34 筋力増強運動を行うことができる

心電図、パルスオキシメーターなどの各種モニターから理学療法対象者の異常の有
無を確認することができる

35 全身持久力トレーニングを行うことができる

身体活動量（歩数計など）を評価することができる 36 運動学習を行うことができる

運動耐容能（6分間歩行テストなど）を評価することができる 37 バランス練習を行うことができる

臨床実習指導者の指導下で理学療法評価の結果を解釈しまとめることができる 38 起き上がり、立ち上がり動作練習を行うことができる

主観的所見、客観的所見、評価、計画（SOAP方式）で記録できる 39 歩行動作練習を行うことができる

臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理学療法評価に必要
なコミュニケーションを形成することができる

40 階段昇降練習を行うことができる

41 日常生活活動練習を行うことができる
42 手段的日常生活活動練習を行うことができる

同じ評価項目 43
物理療法（マイクロウェーブ、レーザー光線、超音波治療、ホットパック、パラフィン
浴、アイシング、牽引療法等）の適応と禁忌を理解した上で実施することができる

44
筋電図バイオフィードバック療法に関して適応と禁忌を理解した上で実施することが
できる

45
義肢・装具を理解した上で、義肢・装具の使用を理学療法対象者へ指導することが
できる

46
臨床実習の内容を主観的所見、客観的所見、評価、計画（SOAP方式）で記録するこ
とができる

47
臨床実習指導者の指導下で共感的態度をもって、情報収集や理学療法評価治療に
必要なコミュニケーションを形成することができる

48
インシデントやアクシデントが発生した場合、適切に対応（報告する等）することがで
きる
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図表 ５-７ 既設の専門学校と本学との評価項目の比較：作業療法学科・評価実習 

 

  

大学 既設の専門学校
情意領域 評価

25-3　対象者および家族に配慮する。 評価内容を想起する
25-4　自ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する。 評価手段を選択する

2-1　対象者および家族の訴えを聞く。
選択した評価手段（情報収集・面接・観察・検査測定）の実施
計画を立てる

25-5 自ら関連職種との情報交換や、文献や資料の収集の準
備を行う。

評価を実施するために必要な機器や道具などを事前に準備
する

3-3　関連職種と情報交換を行う。 評価の適切なオリエンテーションを実施する

4-2　必要に応じて文献や資料を収集する。
選択した評価内容（情報収集・面接・観察・検査測定）を実施
する

21-2　選択した必要な事項を報告する。 評価結果から全体像をまとめる

認知領域 将来像を予測する

2-2　対象者および家族の訴えを説明する。 作業療法の対象となる生活機能と障害について焦点化する

3-1　職員、関係スタッフの役割を説明する。 作業療法計画

4-1　疑問点を列挙する。
リハビリテーションゴールに沿った作業療法目標（長期目標・
短期目標）を設定する

4-3　集めた文献や資料を理解する。 長期目標及び短期目標を設定する
4-5　自分の意見を述べる。 治療・指導・援助計画に優先順位を設定する
5-1　評価内容を想起する。 設定した治療・指導・援助を実施する際のリスクを配慮する

5-2　評価手段を選択する。
計画した治療・指導・援助計画を実施する罹災他部門との関
連を検討する

5-3　選択した評価手段（情報収集・面接・観察・検査測定）の
実施計画を立てる。

記録・報告

5-4　評価手順と期間について計画を立てる。 記録すべき必要な事項を選択する
7-1　「心身機能と身体構造」について列挙する。 報告すべき必要な事項を選択する
7-2　「活動と参加」について列挙する。 選択した必要な事項を記録する
7-3　「環境因子と個人因子」を列挙する。 選択した必要な事項を報告する

7-4　「生活機能と障害」の相互関係をまとめる。 職業人としての適性
8-1　将来の生活に影響する環境因子と個人因子を説明する。 常識的態度や責任のある行動をとる
8-2　リハビリテーションゴールを説明する。 対象者及び家族と望ましい人間関係をもつ
9-1　「肯定的側面と否定的側面」を抽出する。 必要に応じて関連職種と連携をとる
9-2　抽出した各側面（肯定的側面と否定的側面）に優先順位 意欲的に取り組む姿勢（探求心・創造性）を持つ
10-1　リハビリテーションゴールに沿った作業療法目標（長期
目標・短期目標）を設定する。

管理・運営

10-2　長期目標と短期目標を関連付けて設定する。 組織の概要を理解する
10-3　対象者と家族と目標を共有する（説明して、同意を得 作業療法の過程を理解する
11-1　（治療・指導・援助の）優先順位を設定する。 管理業務の概要を理解する

11-2　（治療・指導・援助の）リスクを説明する。
11-3　目標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する。 既設の専門学校で総合実習と同じ評価項目
14-2　（計画に沿った治療・指導・援助について）対象者の反
応から実施内容の適否を判断する（予測する）
15-1　（実施中の対象者の）状況変化に気づく。
15-2　状況の変化に応じて実施内容を変更する。
20-1　記録すべき必要な事項を選択する。
20-2　選択した必要は事項を記録する。
21-1　報告すべき必要な事項を選択する。

精神運動領域
6-1　（評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。
6-2　（評価について）適切なオリエンテーションを実施する。
6-3　選択した評価内容（情報収集・面接・観察・検査測定）を
実施する。

12-1　（作業療法実施に当たり）他部門や対象者および家族と
の連絡調整（時間・場所・人）をする。
12-2　連絡調整した内容に沿って環境を整える。

14-3　（計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）安全
性を確保する。

評価実習
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図表 ５-８ 既設の専門学校と本学との評価項目の比較：作業療法学科・総合実習 

 

  

大学 既設の専門学校
情意領域 評価

2-3　対象者および家族の訴えに応える。 評価計画を立てる

11-4　他部門と連絡調整をする。 評価を実施する

25-6　自ら報告・連絡・相談を行う。 評価結果から全体像をまとめる

認知領域 将来像を予測する

13-1　作業療法目標について説明し、了承を得る。 作業療法の対象となる生活機能と障害について焦点化す
る

13-2 （治療・指導・援助）計画について説明し、了承を
得る。

作業療法計画

13-3 （治療・指導・援助）目的について説明し、了承を
得る。

長期目標及び短期目標を設定する

16-1　再評価の必要性について説明する。 治療・指導・援助を計画する

16-2　再評価の手段を選択する。 作業療法実施
18-1　全体像の変化を説明する。 準備をする

18-2　実施内容の成果を説明する。 治療・指導・援助について説明し了承を得る

19-1 再評価の結果により、必要があれば計画を修正す
る。

計画に沿った治療・指導・援助を実施する

22-3　他職種と作業療法士との関係を説明する。 実施中の対象者の状況変化に対応する

23-1　作業療法に関連する精度について説明する。 再評価
23-2　指示、記録、診療報酬請求などについて説明する。 再評価計画を立てる

24-1 備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明す
る。

再評価を実施する

精神運動領域 再評価結果を整理し、対象者の全体像をまとめ直す

14-1 （計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施
する。

再評価によって作業療法計画を見直す

14-4 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）
要点（ポイント）を押さえて実施する。

記録・報告

17-1　再評価を実施する。 記録すべき必要な事項を選択する

報告すべき必要な事項を選択する
選択した必要な事項を記録する
選択した必要な事項を報告する

職業人としての適性
常識的態度や責任のある行動をとる
対象者及び家族と望ましい人間関係をもつ
必要に応じて関連職種と連携をとる
意欲的に取り組む姿勢（探求心・創造性）を持つ

管理・運営
組織の概要を理解する
作業療法の過程を理解する

既設の専門学校で総合実習と同じ評価項目

総合実習
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図表 ５-９ 作業療法学科：評価実習と総合実習の評価項目 

 

  

評価実習 総合実習
3-1　職員、関係スタッフの役割を説明する。
3-3　関連職種と情報交換を行う。
4-1　疑問点を列挙する。
4-2　必要に応じて文献や資料を収集する。
4-3　集めた文献や資料を理解する。
4-5　自分の意見を述べる。
5-1　評価内容を想起する。
5-2　評価手段を選択する。
5-3　選択した評価手段（情報収集・面接・観察・検査測定）の実施計画を
立てる。
5-4　評価手順と期間について計画を立てる。
6-1　（評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。
6-2　（評価について）適切なオリエンテーションを実施する。
6-3　選択した評価内容（情報収集・面接・観察・検査測定）を実施する。
7-1　「心身機能と身体構造」について列挙する。
7-2　「活動と参加」について列挙する。
7-3　「環境因子と個人因子」を列挙する。
7-4　「生活機能と障害」の相互関係をまとめる。
8-1　将来の生活に影響する環境因子と個人因子を説明する。
8-2　リハビリテーションゴールを説明する。
9-1　「肯定的側面と否定的側面」を抽出する。
9-2　抽出した各側面（肯定的側面と否定的側面）に優先順位をつける。
10-1　リハビリテーションゴールに沿った作業療法目標（長期目標・短期
目標）を設定する。
10-2　長期目標と短期目標を関連付けて設定する。
10-3　対象者と家族と目標を共有する（説明して、同意を得る）。
11-1　（治療・指導・援助の）優先順位を設定する。
11-2　（治療・指導・援助の）リスクを説明する。
11-3　目標に沿って（治療・指導・援助の）期間を設定する。

11-4　他部門と連絡調整をする。
12-1　（作業療法実施に当たり）他部門や対象者および家族との連絡調
整（時間・場所・人）をする。
12-2　連絡調整した内容に沿って環境を整える。

13-1　作業療法目標について説明し、了承を得る。
13-2　（治療・指導・援助）計画について説明し、了承を得る。
13-3　（治療・指導・援助）目的について説明し、了承を得る。
14-1　（計画に沿った治療・指導・援助を）時間内に実施する。

14-2　（計画に沿った治療・指導・援助について）対象者の反応から実施
内容の適否を判断する（予測する）
14-3　（計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）安全性を確保す
る。

14-4　（計画に沿った治療・指導・援助を実施する際に）要点（ポイント）を
押さえて実施する。

15-1　（実施中の対象者の）状況変化に気づく。
15-2　状況の変化に応じて実施内容を変更する。

16-1　再評価の必要性について説明する。
16-2　再評価の手段を選択する。
17-1　再評価を実施する。
18-1　全体像の変化を説明する。
18-2　実施内容の成果を説明する。
19-1　再評価の結果により、必要があれば計画を修正する。

20-1　記録すべき必要な事項を選択する。
20-2　選択した必要は事項を記録する。
21-1　報告すべき必要な事項を選択する。
21-2　選択した必要な事項を報告する。

22-3　他職種と作業療法士との関係を説明する。
23-1　作業療法に関連する精度について説明する。
23-2　指示、記録、診療報酬請求などについて説明する。
24-1　備品、カルテ、書類など必要な管理業務を説明する。
25-6　自ら報告・連絡・相談を行う。

2-1　対象者および家族の訴えを聞く。
2-2　対象者および家族の訴えを説明する。

2-3　対象者および家族の訴えに応える。
25-3　対象者および家族に配慮する。
25-4　自ら「なすべきこと」について実習指導者に相談する。
25-5　自ら関連職種との情報交換や、文献や資料の収集の準備を行う。



67 

 

【既設の専門学校と専門職大学との成績評価の比較】 

 

本学における臨床実習の評価は、「①実習指導者による評価」「②OSCEによる評価」「③臨

床実習担当教員による振返り」の３つの多面的な評価から成る。 

 

これらの実習に加え、学内で振り返りの場を設け、理論と実践を兼ね備えた学修を行うこ

とは、専門学校には無い本学の特徴である。 

 

参考までに、卒業時には、ある程度の助言のもとに、リスクを伴わない病態が安定した対

象者に対して、下記の実現を目指す。 

 

 理学療法及び理学療法士の役割を理解し行動することができる 
 理学療法対象者に対して適切な配慮と個人情報等の守秘義務を遵守し、疾患や障害

の特徴、リスク管理を行うことができる 
 臨地実務実習指導者の指導の下で、理学療法評価計画・立案・目標設定を作成するこ

とができる 
 臨地実務実習指導者の指導の下で、理学療法対象者の全体像を把握し、解決すべき課

題を抽出することができる 
 理学療法対象者に対する理学療法評価および治療内容について適切に記録・報告す

ることができる 
 臨地実務実習施設における理学療法士としての管理・運営業務を理解することがで

きる 
 チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体験し理解することができる 
 臨地実務実習の経験を自ら振り返り、臨地実務実習の成果に気づき客観視すること

ができる 
 

 実習の度に、「到達目標」に沿って「到達度」の評価を行うが、下記の２つのステップで

「臨床実習到達目標シート」を作成し、臨床実習担当教員に提出する。 

１）実習生自身による「自己評価」を行いシートに記入 
２）実習指導者が「自己評価」と同じ項目について、指導者の視点で「評価」を行

いシートに記入 
 

「臨床実習到達目標シート」は、（公社）日本理学療法士協会の示した臨床実習コアカリ

キュラムを基に、本学独自の観点を加えて作成している。 

 

評価者によって、評価の質にばらつきが生じないように、「実習指導ガイドライン」に基



68 

 

づく評価者研修会を実施する。 

 

① 客観的臨床能力試験（以下、（OSCE））による評価 
OSCEによる評価については、次の項で説明する。 

 

② （実習後の）臨床実習担当教員による振り返り 
 

（実習後の）臨床実習担当教員による振り返りを行うことによって、臨床実習より得た貴

重な臨床体験を単なる体験に留めず、臨地実務実習の成果を客観的に考察し、理解を深める。 

 

教員間で振り返りの実施内容にばらつきが生じないように、FD 委員会が研修会を企画す

る。 

 

以上のように、専門学校が行っている実習指導者の経験に依存する方法とは異なり、客観

的かつ多面的な評価の仕組みを導入し、評価の質を担保する計画である。 

 

 

■OSCE の成績評価に関する対応について 

審査意見の指摘を受け、OSCE の成績評価について検討を行った。 

 

OSCEは、学内で学修した知識・技術及び態度が、臨地実務実習を行うに当たり、学生が必

要とされる臨床能力を身に付けているかを、客観的に評価する手法である。 

 

OSCE の実施に当たっては、試験課題数に応じてステーションを設置する。各ステーショ

ンに模擬的臨床場面を設定し、模擬患者を配置する。学生は、模擬患者を対象者に見立て、

臨床能力に関する試験課題を実施する。 

 

OSCEの評価は、各ステーションに評価者を配置し、「評価マニュアル」に記載されている

評価基準に従って採点を行う。各試験課題の工程ごとに、評価基準に従って評価用紙に採点

結果を記入し、試験課題ごとに評価判定を行い、60％以上を合格とする。 

 

尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教員に対して、各試験課題に関する評価マニュアル

を用いて、各試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、記入方法等について、FD 等を利

用して、研修・確認を行うこととする。 

 

また、全試験課題終了後、OSCE を担当した全教員が集まり、評価判定が公正・公平に実
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施されたかについて確認を行い、最終的な OSCE成績評価判定を行う。臨地実務実習に臨め

る段階に達していないと判定された学生に対しては、必要なレベルに達していない試験課

題について別途指導を行う。教員は学生に対し、臨地実務実習への参加が可能となるまで繰

り返し指導を行う。 

 

 

【科目責任者１名で全ての学生の成績評価等を行うことへの対応】 

審査意見の指摘を受け、成績評価方法について、再度、検討を行った。 

 

成績評価については、専門学校における臨床実習評価が、「実習指導者の評価による成績

判定」であったという指摘を踏まえ、本学では「成績評価へ科目担当教員が関与」すると共

に「客観的かつ多面的な方法により成績評価及び単位認定を行う」方法とする。 

 

多面的な評価の内訳を「①実習指導者による評価（40％）」「②OSCE による評価（40％）」

「③臨床実習担当教員による振返り（20％）」とし、学外評価（40％）と学内評価（60％）

の構成とする。 

 

科目担当教員は、実習記録、実習報告書、実習報告発表、OSCE、症例報告書、症例報告発

表、教員による質疑応答の結果等を踏まえ、「評価マニュアル」に沿って成績評価を行う。 

 

しかし、科目責任者である教員が１名で全ての学生の成績評価等を行うことは負担が大

きい。そこで、科目責任者の教員を中心として、評価に関わった全教員による「評価判定会

議」を設け、公正・公平に行われたかどうか検討・確認を行う。 

 

評価判定会議にて、学外評価と学内評価を統合し、総合的に成績判定を行う。 

 

以上のように、本学においては、臨床実習の評価に複数の教員が携わり、客観的かつ多角

的な評価を実施し、評価の質を担保する。 

 

 

【資料５-１】理学療法学科：既設の専門学校と東京保健医療専門職大学との授業概要・

到達目標・授業内容の比較 

【資料５-２】作業療法学科：既設の専門学校と東京保健医療専門職大学との授業概要・

到達目標・授業内容の比較 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（92ページ） 

（３）専門職大学としての取り組み 

成績評価については、既設の専門学校で

の臨地実務実習評価が「実習指導者の評価

を重視し成績評価判定」であったという指

摘・反省から、科目責任者の教員を中心と

して、評価に関わった全教員による「評価

判定会議」を設け、公正・公平に行われた

かどうかを検討・確認しながら行う。そし

て、学外評価と学内評価を統合し、総合的

に成績評価の判定を行う。 

以上のように、本学においては、臨床実

習の評価に複数の教員が携わり、客観的か

つ多角的な評価を実施し、評価の質を担保

する。 

 

（96ページ） 

図表 30：臨地実務実習指導者の役割 

成績判定 評価判定会議 

 

 

（99ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

①目的 

 OSCE は、学生が学内で学修した知識・

技術及び態度について、臨地実務実習

を行うに当たり必要な臨床能力として

身に付けているか客観的に評価するた

めに実施する。 

 

②実施方法 

OSCEの実施に当たっては、試験課題数

に応じてステーションを設置する。各

ステーションに模擬的臨床場面を設定

（86ページ） 

（３）専門職大学としての取り組み 

成績評価については、既設の専門学校で

の臨地実務実習評価が「実習指導者の評価

を重視し成績評価判定」であったという指

摘・反省から、（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（90ページ） 

図表 30：臨地実務実習指導者の役割 

成績判定 ワーキンググルー

プ 

 

（93ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

OSCE の特徴として、ステーションと呼ば

れる連続した小部屋を設置し、各ステーシ

ョンに 一試験課題を設定する。各ステーシ

ョンには模擬的臨床場面として本物の患者

と同様の演技をするように訓練を受けた標

準模擬患者を配置し、受験者は標準模擬患

者を対象に臨床技能に関する試験課題を実

践する。各ステーションには採点者に当た

る評価者を配置して、評価マニュアルに沿

って評価用紙に採点結果を記入する。主に

学内で学修した知識と技術・技能及び態度
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し、模擬患者を配置する。学生は、模擬

患者を対象者に見立て、臨床能力に関

する試験課題を実施する。 

 

OSCEの評価は、各ステーションに評価

者を配置し、「評価マニュアル」に記載

されている評価基準に従って採点を行

う。各試験課題の工程ごとに、評価基

準に従って評価用紙に採点結果を記入

し、試験課題ごとに評価判定を行い、

60％以上を合格とする。 

 

尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教

員に対して、各試験課題に関する評価

マニュアルを用いて、各試験課題の工

程ごとの評価基準、採点方法、記入方

法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 

また、全試験課題終了後、OSCE を担当

した全教員が集まり、評価判定が公正・

公平に実施されたかについて確認を行

い、最終的な OSCE 成績評価判定を行

う。臨地実務実習に臨める段階に達し

ていないと判定された学生に対して

は、必要なレベルに達していない試験

課題について別途指導を行う。教員は

学生に対し、臨地実務実習への参加が

可能となるまで繰り返し指導を行う。 

 

（106ページ） 

１）見学実習 

成績評価方法 評価判定会議にて評価

を行う。 

 

 

が、臨地実務実習実施前において統合され

実施できる段階にあるのかを事前学修とし

て行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（100ページ） 

１）見学実習 

成績評価方法 評価判定会議にて評価

を行う。 
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（107ページ） 

検査・測定実習 

実習前

の必要履

修科目 

実習前に配置されている必修科

目（基礎科目・職業専門科目）

の単位を、全て修得しているこ

と。 

ただし、該当する実習と同学期

に履修している科目は、修得見

込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客

観的臨床能力試験（OSCE）に合格

していること。 

成評価方

法 

評価判定会議にて行う。 

 

（109ページ） 

評価実習 

実習前

の必要履

修科目 

実習前に配置されている必修科

目（基礎科目・職業専門科目）

の単位を、全て修得しているこ

と。 

ただし、該当する実習と同学期

に履修している科目は、修得見

込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客

観的臨床能力試験（OSCE）に合格

していること。 

成評価方

法 

評価判定会議にて行う。 

 

（111ページ） 

総合実習 

実習前の

必要履修

科目 

実習前に配置されている必修科

目（基礎科目・職業専門科目）

の単位を、全て修得しているこ

と。 

（101ページ） 

検査・測定実習 

実習前の

必要履修

科目 

基礎理学療法評価学・基礎理学療

法学実習 

成績評価

方法 

臨地実務実習ワーキンググルー

プが評価する。 

 

（101ページ） 

評価実習 

実習前の

必要履修

科目 

運動/神経/内部障害理学療法

評価学及び同実習 

成績評価

方法 

臨地実務実習ワーキンググルー

プが評価する。 

 

（101ページ） 

評価実習 

実習前の

必要履修

科目 

運動/神経/内部障害理学療法

治療学及び同実習 
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ただし、該当する実習と同学期

に履修している科目は、修得見

込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客

観的臨床能力試験（OSCE）に合格

していること。 

成評価方

法 

評価判定会議にて行う。 

 

 

 

 

 

 

 

成績評価

方法 

臨地実務実習ワーキンググルー

プが評価する。 
 

 

（113ページ） 

地域実習 

実習前の

必要履修

科目 

実習前に配置されている必修科

目（基礎科目・職業専門科目）

の単位を、全て修得しているこ

と。 

ただし、該当する実習と同学期

に履修している科目は、修得見

込みであることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客

観的臨床能力試験（OSCE）に合格

していること。 

 

（113ページ） 

２）大学における成績評価体制、単位認定

方法・基準 

臨地実務実習指導者から提出された成績

評価と、学科教員が行った成績評価とを、

評価判定会議にかけ、公正・公平性の確認

を行う。その上で、それらを統合し、総合

的に成績評価判定を行う。 

評価判定会議は、科目責任者を中心と

し、評価に携わった全教員によって構成さ

れている。 

 

 

 

 

（107ページ） 

地域実習 

実習前の

必要履修

科目 

総合実習Ⅰ・Ⅱ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（107ページ） 

２）大学における成績評価体制、単位認定

方法・基準 

成績判定は、当該学科の教員による成績

判定会議で、科目担当教員が中心となり、

教員の成績評価及び臨地実務実習指導者の

成績評価を総合的に勘案し、臨地実務実習

ワーキングループが評定を行う。 
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（119ページ） 

（３）専門職大学としての取り組み 

成績評価については、既設の専門学校で

の臨地実務実習評価が「実習指導者の評価

を重視し成績評価判定」であったという指

摘・反省から、科目責任者の教員を中心と

して、評価に関わった全教員による「評価

判定会議」を設け、公正・公平に行われた

かどうかを検討・確認しながら行う。そし

て、学外評価と学内評価を統合し、総合的

に成績評価の判定を行う。 

以上のように、本学においては、臨床実

習の評価に複数の教員が携わり、客観的か

つ多角的な評価を実施し、評価の質を担保

する。 

 

（125ページ） 

成績判定 評価判定会議 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（127ページ） 

②臨地実務実習前の準備 

「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習

Ⅰ」「総合実習Ⅱ」では、学外実習の前の

評価として「客観的臨床能力試験：OSCE」

を実施し、学内で修得した内容の実践的か

つ応用的な能力の総合的な評価と振り返り

指導による向上を期待する。履修前に実施

（113ページ） 

（３）専門職大学としての取り組み 

成績評価については、本学独自の成績評

価の過程で成績の最終評価に当たっては臨

地実務実習指導者にヒアリングをする機会

を設ける等、「透明化・見える化」に努め、

本学の科目責任者である教員が責任を持っ

て成績評価及び単位認定を行う。 
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成績判定 科目責任者 

 

（120ページ） 

②作業療法学ゼミナーⅠ・Ⅱ・Ⅲ 

作業療法学科における臨地実務実習では、

（中略） 

「作業療法学ゼミナーⅢ」は「総合実習Ⅱ」

の前後に設定をしている。 

図表 42：「作業療法学セミナーⅠ」と「評価

実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」の関係イメージ 

 

（追加） 
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するOSCEに合格していることを、「評価実

習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」「総

合実習Ⅱ」の履修における前提条件とす

る。OSCEについては、各課題の得点の60％

以上を合格とし、課題得点が40％以上60％

未満と判定された学生は、臨地実務実習開

始前までに復習し習熟度を高めて、さらに

教員による指導を実施する。指導によって

習熟度の改善が認められた場合に、履修を

許可する。課題得点が40％未満は、臨地実

務実習の履修を認めないものとする。OSCE

の結果を履修の前提条件とすることは、入

学時及び学期開始時のオリエンテーション

の際十分に説明し、学生への周知を徹底す

る。 

 

（削除） 
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３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

①目的 

 OSCE は、学内で学修した知識・技術及

び態度が、臨地実務実習を行うに当た

り、学生が必要とされる臨床能力を身

に付けているかを、客観的に評価する

手法である。 

 

②実施方法 

OSCEの実施に当たっては、試験課題数

に応じてステーションを設置する。各

ステーションに模擬的臨床場面を設定
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５）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

（５行目）OSCEの特徴として、 

（中略） 

（123ページ） 

図表 46：臨地実務実習までの流れ 

 

 

（追加） 
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し、模擬患者を配置する。学生は、模擬

患者を対象者に見立て、臨床能力に関

する試験課題を実施する。 

 

OSCEの評価は、各ステーションに評価

者を配置し、「評価マニュアル」に記載

されている評価基準に従って採点を行

う。各試験課題の工程ごとに、評価基

準に従って評価用紙に採点結果を記入

し、試験課題ごとに評価判定を行い、

60％以上を合格とする。 

 

尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教

員に対して、各試験課題に関する評価

マニュアルを用いて、各試験課題の工

程ごとの評価基準、採点方法、記入方

法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 

また、全試験課題終了後、OSCE を担当

した全教員が集まり、評価判定が公正・

公平に実施されたかについて確認を行

い、最終的な OSCE 成績評価判定を行

う。臨地実務実習に臨める段階に達し

ていないと判定された学生に対して

は、必要なレベルに達していない試験

課題について別途指導を行う。教員は

学生に対し、臨地実務実習への参加が

可能となるまで繰り返し指導を行う。 

 

（135ページ） 

成績評

価方法 

②学生自己評価表及び実習指導者

の評価・意見を総合して、科目責任

者を中心とした、全教員による評価

判定会議にて、成績評価を行う。 
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成績評

価方法 

②学生自己評価表及び実習指導者

の評価・意見を総合して、学内担当

教員が評価する。 
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（135ページ） 

体験実習Ⅱ 

成績評

価方法 

②学生自己評価表及び実習指導者

の評価・意見を総合して、科目責任

者を中心とした、全教員による評価

判定会議にて、成績評価を行う。 

 

（137ページ） 

評価実習Ⅰ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

実習前に配置されている必修科目

（基礎科目・職業専門科目）の単位

を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履

修している科目は、修得見込みであ

ることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観

的臨床能力試験（OSCE）に合格してい

ること。 

 

成績評

価方法 

➀臨地実務実習前 OSCE、②症例報告

書、③実習記録、④学内症例発表及び

⑤実習評価表の内容に基づく臨地実

務実習指導者の意見を総合して、科

目責任者を中心とした、全教員によ

る評価判定会議にて、成績評価を行

う。 

 

（138ページ） 

評価実習Ⅱ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

実習前に配置されている必修科目

（基礎科目・職業専門科目）の単位

を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履

修している科目は、修得見込みであ

ることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観

（130ページ） 

体験実習Ⅱ 

成績評

価方法 

②学生自己評価表及び実習指導者

の評価・意見を総合して、学内担当

教員が評価する。 

 

 

（131ページ） 

評価実習Ⅰ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

身体機能/精神機能/発達機能/高齢

期作業療法評価学で、実技試験に合

格していること 

 

 

 

 

 

 

成績評

価方法 

①症例報告書、②実習記録、③学内症

例発表及び④実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総

合して、学内担当教員が評価する。 

 

 

 

 

（132ページ） 

評価実習Ⅱ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

身体機能/精神機能/発達機能/高齢

期作業療法評価学で、実技試験に合

格していること 
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的臨床能力試験（OSCE）に合格してい

ること。 

成績評

価方法 

➀臨地実務実習前 OSCE、②症例報告

書、③実習記録、④学内症例発表及び

⑤実習評価表の内容に基づく臨地実

務実習指導者の意見を総合して、科

目責任者を中心とした、全教員によ

る評価判定会議にて、成績評価を行

う。 

 

（140ページ） 

総合実習Ⅰ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

実習前に配置されている必修科目

（基礎科目・職業専門科目）の単位

を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履

修している科目は、修得見込みであ

ることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観

的臨床能力試験（OSCE）に合格してい

ること。 

 

OSCE の

実施等 

「事前評価」としてOSCE（客観的臨床

能力試験）を実施し、技術確認を行

う。 

 

 

 

成績評

価方法 

➀臨地実務実習前 OSCE、②症例報告

書、③実習記録、④学内症例発表及び

⑤実習評価表の内容に基づく臨地実

務実習指導者の意見を総合して、科

目責任者を中心とした、全教員によ

る評価判定会議にて、成績評価を行

う。 

 

 

 

成績評

価方法 

①症例報告書、②実習記録、③学内症

例発表及び④実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総

合して、学内担当教員が評価する。 
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総合実習Ⅰ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

治療学及び治療学実習のすべての科

目を修得していること。 

 

 

 

 

 

 

OSCE の

実施等 

3年次の学内での各治療学実習科目

で、評価から作業療法介入までの一

連の流れに沿った実技試験を行う。

振り返りと報告会での発表について

作業療法学セミナーⅡで実施する。 

 

成績評

価方法 

（追加） 

①症例報告書、②実習記録、③学内症

例発表及び④実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総

合して、学内担当教員が評価する。 
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（141ページ） 

総合実習Ⅱ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

実習前に配置されている必修科目

（基礎科目・職業専門科目）の単位

を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履

修している科目は、修得見込みであ

ることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観

的臨床能力試験（OSCE）に合格してい

ること。 

 

成績評

価方法 

➀臨地実務実習前 OSCE、②症例報告

書、③実習記録、④学内症例発表及び

⑤実習評価表の内容に基づく臨地実

務実習指導者の意見を総合して、科

目責任者を中心とした、全教員によ

る評価判定会議にて、成績評価を行

う。 

 

（143ページ） 

地域実習 

実習前

の必要

履修科

目 

実習前に配置されている必修科目

（基礎科目・職業専門科目）の単位

を、全て履修して修得していること。 

ただし、該当する実習と同学期に履

修している科目は、修得見込みであ

ることを条件とする。 

また、事前評価として実施する客観

的臨床能力試験（OSCE）に合格してい

ること。 

 

成績評

価方法 

①症例報告書、②実習記録、③学内症

例発表及び④評価表の内容に基づく

臨地実務実習指導者の意見を総合し

て、科目責任者を中心とした、全教員

（134ページ） 

総合実習Ⅱ 

実 習 前

の 必 要

履 修 科

目 

治療学及び治療学実習のすべての科

目を修得していること。 

 

 

 

 

 

 

成績評

価方法 

（追加） 

①症例報告書、②実習記録、③学内症

例発表及び④実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総

合して、学内担当教員が評価する。 

 

 

 

（135ページ） 

地域実習 

実習前

の必要

履修科

目 

治療学及び治療学実習のすべての科

目を修得していること。 

 

 

 

 

 

 

成績評

価方法 

①症例報告書、②実習記録、③学内症

例発表及び④実習評価表の内容に基

づく臨地実務実習指導者の意見を総

合して、学内担当教員が評価する。 
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による評価判定会議にて、成績評価

を行う 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（143ページ） 

２）大学における成績評価体制、単位

認定方法・基準 

臨地実務実習の単位認定は、実習の全日

程の５分の４以上の出席をもって単位認定

の資格を得る。 

臨地実務実習指導者から提出された成績

評価と、学科教員が行った成績評価とを、

評価判定会議にかけ、公正・公平性の確認

を行う。その上で、それらを統合し、総合

的に成績評価判定を行う。 

評価判定会議は、科目責任者を中心と

し、評価に携わった全教員によって構成さ

れている。 

 

 

 

 

（136ページ） 

２）大学における成績評価体制、単位

認定方法・基準 

本学では（中略） 

また、成績評価の比率についても、学内

評価の比率を大きくすることで、本学で責

任を持って成績評価する 

 

（追加） 
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【資料５-１】理学療法学科：既設の専門学校と東京保健医療専門職大学との授業概要・到

達目標・授業内容の比較  

【評価実習】 

専門職大学  既設の専門学校 

 臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導の

下で診療参加型かつクリニカル・クラークシップ形式に

より理学療法評価を幅広く体験しながら理学療法実施

上の問題点を探索し、プログラム作成過程を習得する。

この科目は、理学療法対象症例に対する評価方法の

選択・実施、評価結果より問題点を抽出し、症例の障害

像を把握する課程を学修する。また、理学療法士として

の役割をチーム医療の観点から学ぶため、適宜、関連

職種の業務体験や見学を行い、臨床実習指導者や症

例担当者による理学療法実施場面では、学生の可能な

理学療法補助業務に積極的に参加させ、幅広く理学療

法場面を体験することで理学療法士に求められる知

識、技術を習得する。 

実習前と実習後は、OSCE を実施し、運動器・神経・

内部障害理学療法学評価学および実習の習熟度を評

価した上で、実習後、学内セミナーにて、学修内容を担

当教員と振り返り、実習内容を発表し、討論することでさ

らに実習内容を深く修める。 

授
業
概
要 

（１）将来理学療法士を目指す学生とし

て、医療人としてふさわしい態度を培う 

（２）学校で習得した理論および技術に

加え、臨床場面での検査・測定を実践

する 

（3）評価で得られた情報を元に障害構

造の理解を深め、問題点の把握、目標

の設定、治療プログラムの立案等ができ

るようになる 

① 評価実習を通じて理学療法及び理学療法士の役

割を理解することができる。 

② 理学療法対象者への配慮と個人情報等の守秘義

務を厳守し、リスク管理を行うことができる。 

③ 理学療法対象者に対し適切な評価項目を挙げて

実施することができる 

④ 実施した理学療法評価から理学療法上の問題点を

抽出することができる 

⑤ 実施した理学療法評価より適切な理学療法目標を

設定できる 

⑥ 実習指導者の指導のもとで理学療法対象者に適

応した理学療法プログラムを作成できる 

⑦ 情報収集や理学療法評価に必要なコミュニケーシ

ョンを形成し、記録と報告を行うことができる 

到
達
目
標 

（１）医療人として相応しい態度・行動を

とることができる。 

（２）理学療法士の業務内容について理

解できる。 

（3）学校で習得した理論及び技術（基礎

医学、疾病、障害、理学療法技術等）を

実際の臨床場面での体験を通して認識

できる。 

（4）臨床実習指導者の下で、対象者の

障害構造を理解するための適切な評価

項目を選定し、安全かつ正確に実施で

きる。 

（5）臨床実習指導者の下で、対象者の

現状における問題点を列挙できる。 

（6）各評価から得られた情報と問題点の

関係を（3）をもとに論理的に考察できる 

臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導の下
にクリニカル・クラークシップ形式に理学療法評価を体
験し、以下の項目を実習する 
第１～2 回：学内オリエンテーション 評価実習前 OSCE
（学内） 
第 3～4 回：評価実習オリエンテーション 施設見学 理
学療法部門他見学等 
第 5～6 回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価
計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実

授
業
内
容 

記載なし 

【資料５-１】  
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施 
第 7～10 回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 
基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 
第 11～13 回：理学療法評価体験 担当症例評価計画
の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 
第 14～16 回：理学療法評価体験 担当症例評価計画
の立案と確認 基本的な理学療法評価の説明、模倣、
実施 
第 17～20 回：理学療法評価体験等 担当症例等へ理
学療法評価実施 担当症例初期評価、治療計画、目標
作成 
第 21～25 回：理学療法評価体験等 担当症例等への
理学療法補助体験 担当症例初期評価振り返り  
第 26～29 回：担当症例への理学療法再評価実施 担
当症例等への理学療法補助体験 
第 30～34 回：担当症例への理学療法最終評価実施 
担当症例等への理学療法補助体験 
第 35 回：評価実習評価、評価実習振り返り（実習施設
内） 
第 36～40 回：評価実習後 OSCE 評価実習振り返り（学
内）学内症例発表 症例検討会 

"実習施設の評価 40％（臨床実習指導者による評価）、

実習前実習後 OSCE 40％、学内の課題発表 20％（実

習課題の発表、症例検討会） 
臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評
価する。これらの点数配分に関しては、学生の習熟度
に応じて変更することがある。" 

評
価
法
基
準 

記載なし 
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【総合実習】 

専門職大学  既設の専門学校 

臨床実習指導者の指導の下で診療参加型かつクリニ

カル・クラークシップ形式により、学内で学修した理学療

法評価、治療を基に理学療法対象者の評価、結果の統

合と解釈、治療計画の立案と実施、記録・報告等の理学

療法の一連の過程について、臨床現場で模倣しながら体

験・実践する。理学療法評価から治療目標を設定し、治

療プログラムを作成する。加えて基本的な治療手技を実

施する。総合実習前と総合実習後は、OSCE を実施し、

理学療法専門科目とその実習における総合的な習熟度

を評価した上で、理学療法士として必要な知識、態度や

技能について、理学療法対象者を想定しての臨床能力

を客観的に確認する。総合実習では、学生が１日の実習

行動計画を作成し、実習内容を実習記録へ記載した上、

臨床実習指導者へ報告する。臨床実習指導は、臨床実

習指導者と専任教員が連携し、適宜、必要に応じて連絡

を取り合い、学生の実習状況についての情報を共有し、

助言・指導を行う。 

総合実習後、学内セミナーにて、総合実習において体

験・学修内容を発表し討論した上で、担当教員と振り返り

理学療法の実践能力について学修内容を深める。 

授
業
概
要 

（１）将来理学療法士を目指す学生

として、医療人としてふさわしい態

度を培う。 

（２）学校で、習得した理論および

技術を元に、臨床場面での評価・

治療を独立または、実習指導者の

下で実践する。 

 

（3）リハビリテーションスタッフの一

員としての立場チームワークにつ

いて学ぶ 

 

① 臨床実習施設における理学療法及び理学療法士の

役割を理解し行動することができる 

② 理学療法対象者に対して適切な配慮と情報収集と

個人情報等の守秘義務を厳守し、基本情報を基に

疾患や障害の特徴、リスク管理を行うことができる 

③ 臨床実習指導者の指導の下、理学療法対象者の理

学療法評価計画・立案を作成することができる 

④ 臨床実習指導者の指導の下、理学療法対象者の理

学療法評価の結果を解釈し、ICF を用いて、対象者

の全体像を把握し、解決すべき課題を抽出すること

ができる 

⑤ 臨床実習指導者の指導の下、理学療法対象者の理

学療法目標を設定することができる 

⑥ 理学療法対象者に対する理学療法評価および治療

内容について適切に記録・報告することができる 

⑦ 臨床実習施設における理学療法士としての管理・運

営業務を理解することができる 

⑧ チーム医療の一員としての理学療法士の役割を体

験し理解することができる 

⑨ 総合実習にて体験し学修した内容を要約としてまと

め、学内セミナーにおいて発表し討論することができ

る 

到
達
目
標 

（１）医療人として相応しい態度・行

動をとることができる。 

（２）理学療法士の業務内容につい

て理解できる。 

（3）病院全体の組織をはじめ、リハ

ビリテーション部門、PT 部門の運

営、管理について学ぶ。 

（4）学校で習得した理論および技

術（基礎医学、疾病、障害、理学

療法技術等）を実際の臨床場面で

の体験を通して認識できる。 

（5）対象者の障害構造を理解する

為の適切な情報収集、評価項目の

選定を行い、安全かつ正確に実施

できる。 

 

（6）対象者の現状における問題点

を列挙できる。 
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臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のも

とにクリニカル・クラークシップ形式により下記の

項目を行い、基本的な理学療法を修得する。 

第１～2回：学内オリエンテーション 総合実習前

OSCE（学内） 

第 3～4回：総合実習施設内オリエンテーション 施

設見学 理学療法部門他見学等 

第 5～6回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価

計画の立案 基本的な理学療法評価の説明、模倣、

実施 

第 7～10 回：理学療法部門見学 担当症例の情報収

集 基本的な理学療法評価の説明、模倣、実施 

第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例等へ評価

計画の立案 基本的な理学療法の説明、模倣、実施 

第 14～16回：理学療法実施体験 担当症例等へ理学

療法計画実施 基本的な理学療法の説明、模倣、実

施 

第 17～20回：理学療法体験等 担当症例等へ理学療

法計画実施体験 基本的な理学療法の説明、模倣、

実施 

第 21～25回：理学療法再評価体験等 担当症例等へ

の理学療法再評価体験 担当症例再評価・振り返り  

第 26～29回：担当症例への理学療法実施 担当症例

等への理学療法補助体験 他部門および他職種との

連携体験 

第 30～34回：担当症例への理学療法最終評価実施 

担当症例等への理学療法体験 他部門および他職種

との連携体験 

第 35 回：総合実習評価、総合実習振り返り（実習施

設内） 

第 36～40回：総合実習後 OSCE 総合実習振り返り

（学内）学内症例発表 症例検討会 

授
業
内
容 

記載なし 

実習先施設の評定 40％、実習前実習後 OSCE 30％、学

内の課題発表 30％（実習課題の発表、症例検討会）臨

床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価

する。これらの点数配分に関しては、学生の習熟度に応

じて変更することがある。 

評
価
法
基
準 

記載なし 
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【資料５-２】作業療法学科：既設の専門学校と東京保健医療専門職大学との授業概要・到

達目標・授業内容の比較  

【評価実習】 

専門職大学  既設の専門学校 

評価実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域の

作業療法の現場において、学内での講義・実習で習得し

た評価手技を実際に体験し、評価結果の記録と論理的

考察の過程を学ぶことを目的とする。本実習では、臨地

実務実習指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、

面接、観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価結

果を記録する。また、いくつかの内容について対象者の

利点と問題点を抽出し、対象者の全体像またはその一部

について論理的に考察することを目標とする。本実習で

は、臨地実務実習指導者の指導の下で、複数の対象者

に対して基本的な評価手技を行い、評価の実施につい

ては、指導者の実践場面の見学から模倣、指導者の監

視下での実施へと、学生の習熟度に応じて段階的に行

う。実習前には、「事前評価」として OSCE（客観的臨床能

力試験）を実施し、「臨地実務実習前評価」としての技術

確認を行う。実習終了後には、実習内容の報告会を実施

し、異なる対象・施設での経験を学生同士で共有し、作

業療法士としての知見や理解を深める。 

授
業
概
要 

作業療法の臨床の臨床現場に出

向き、資格のある作業療法士の指

導の下で、対象者の協力を得なが

ら検査・測定の手技を学び、面接

および日常の行動観察を行い、情

報を分析・統合する。 

１.職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 

２.対象者に応じた評価計画を立てることができる 

3.許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全体

像を把握できる 

4.対象者の全体像について、論理的に考察をすることが

できる 

5.実習内容について記録・報告をすることができる 

到
達
目
標 

作業療法の臨床の現状への理解

と見聞を深める。対象者に対する

検査・観察・面接などを体験し、そ

の情報から対象者の状態像を考察

し、治療計画を立案する技術を体

得する。 

評価実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域

の医療・福祉分野の施設において、臨地実務実習指

導者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に

対する作業療法評価を実際に実施し、作業療法評価

の過程を体験する。本実習に先立ち、学内でオリエ

ンテーションを行い、実習の目的と意義、スケジュ

ール、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管

理を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の

説明を行う。実習前には、「事前評価」として OSCE

（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前

評価」としての技術確認を行う。 

評価実習においては、臨地実務実習指導者の指導の

下で、作業療法評価の実践過程を学ぶ。具体的に

は、対象者に応じた評価計画の立案、情報収集、面

接、観察、検査・測定の実施、評価結果の記録と報

授 
業
内
容 

施設および作業療法室について

オリエンテーションを受け、対

象者の観察、作業活動の用い

方、道具などに触れる。対象者

の協力を得て、評価の実践を行

う。 

作業療法士の指導の下で、対象

者の協力を得て、作業療法評価

の実践を行う。必要な記録を残

す。 

作業療法士の指導の下で、対象

者の協力を得て評価の実践を

し、情報の整理、統合、解釈を

行い治療計画立案を試みる。必

要な記録を残す。 

【資料５-２】  
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告を行う。また、評価結果に基づき、対象者の全体

像を論理的に考察する。実習の過程においては、臨

地実務実習指導者による指導の下で、臨地実務実習

指導者の基本的態度、臨床技能、臨床思考過程を観

察し、模倣しながら学修し、臨地実務実習指導者の

監視・指導下で主体的に実施できるように学修を積

み重ねる。実習においては、対象者の人権を尊重

し、守秘義務や安全管理に最大限の注意を払うとと

もに、対象者やその家族、施設の職員に対して敬意

を持って接する。一連の実習過程を体験することに

より、保健医療専門職としての高い倫理観と基本的

態度を身につける。 

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異な

る対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療

法士としての知見や理解を深める。 

 

【事後の振り返りとまとめ】 

○１コマ 90 分×4回 

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での

経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。 

 評
価
法
基
準 

臨床実習学生評価表に基づく 
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【総合実習】 

専門職大学  既設の専門学校 

総合実習Ⅰでは、保健医療における作業療法の現場

において、学内での講義・実習で習得した評価手技

を実際に体験し、評価結果の記録と全体像の考察、

作業療法計画の立案とその実施および再評価を実践

し、作業療法過程の体験と論理的考察のプロセスを

学ぶことを目的とする。本実習では、臨地実務実習

指導者の指導の下で、対象者の同意を得て、面接、

観察、検査・測定等の評価手技を体験し、評価結果

を記録する。また、いくつかの内容について対象者

の利点と問題点を抽出し、対象者の全体像について

論理的に考察し、作業療法目標に基づく治療・指

導・援助の計画立案を行う。作業療法計画に基づい

て治療・指導・援助を実施し、その効果判定のため

に必要な評価を実施し、作業療法の効果について考

察する。本実習では、臨地実務実習指導者の指導の

下で、指導者の実践場面の見学から模倣、指導者の

監視下での実施へと、学生の習熟度に応じて段階的

に行う。実習前には、「事前評価」として OSCE（客

観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前評

価」としての技術確認を行う。実習終了後には、実

習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での経

験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見や

理解を深める。 

授
業
概
要 

作業療法の臨床の臨床現場に出

向き、資格のある作業療法士の指

導の下で、対象者の協力を得なが

ら検査・測定の手技を学び、面接

および日常の行動観察を行い、情

報を分析・統合し、作業療法計画

立案、治療実施、再評価を実施す

る。 

1.職業人としての倫理観と基本的態度を身につける 

2.対象者に応じた評価計画を立てることができる 

3.許容される範囲で評価を適切に実施し、対象者の全

体像を把握できる 

4.対象者の全体像について、論理的に考察をすること

ができる 

5.対象者の作業療法計画を立案できる 

6.対象者へ作業療法の治療・指導・援助を実施するこ

とができる 

7.作業療法の成果を再評価にて確認し、必要に応じて

作業療法計画を見直すことができる 

8.実習内容について記録・報告をすることができる 

9.管理・運営について理解することができる 

到
達
目
標 

作業療法の臨床の現状への理解

と見聞を深める。対象者に対する

検査・観察・面接などを体験し、そ

の情報から対象者の状態像を考察

し、治療計画を立案、実施し、再評

価を行い、作業療法の実際的な技

術を体得する技。 

総合実習Ⅰでは、身体障害領域または精神障害領域

の保健医療分野の施設において、臨地実務実習指導

者の指導の下で、対象者の同意を得て、対象者に対

する作業療法評価、全体像のまとめ、作業療法計画

とその実施、再評価による効果の確認と作業療法計

画の見直しを実際に体験し、作業療法臨床実践の過

程を学修する。本実習に先立ち、学内でオリエンテ

ーションを行い、実習の目的と意義、スケジュー

授
業
内
容 

施設および作業療法室について

オリエンテーションを受け、対象者

の観察、作業活動の用い方、道具

などに触れる。対象者の協力を得

て、評価の実践を行う。 

作業療法士の指導の下で、評価

結果から作業療法計画を立案す
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ル、実習生の心得（個人情報の取り扱い、安全管理

を含む）、臨地実務実習指導者及び本学との連絡方

法、到達目標と課題、臨地実務実習の評価課題等の

説明を行う。実習前には、「事前評価」として OSCE

（客観的臨床能力試験）を実施し、「臨地実務実習前

評価」としての技術確認を行う。総合実習において

は、臨地実務実習指導者の指導の下で、作業療法評

価から治療・指導・援助の実施、再評価に至る一連

の実践過程を学ぶ。具体的には、対象者に応じた評

価計画の立案、情報収集、面接、観察、検査・測定

の実施、評価結果の記録と報告を行う。また、評価

結果に基づき、対象者の全体像を論理的に考察し、

作業療法計画を立案する。また許容された範囲で作

業療法を実施し、その効果について再評価を行い、

必要に応じて作業療法計画の見直しを行う。実習の

過程においては、臨地実務実習指導者による指導の

下で、臨地実務実習指導者の基本的態度、臨床技

能、臨床思考過程を観察し、模倣しながら学修し、

臨地実務実習指導者の監視・指導下で主体的に実施

できるように学修を積み重ねる。実習においては、

対象者の人権を尊重し、守秘義務や安全管理に最大

限の注意を払うとともに、対象者やその家族、施設

の職員に対して敬意を持って接する。一連の実習過

程を体験することにより、保健医療専門職としての

高い倫理観と基本的態度を身につける。 

実習終了後には、実習内容の報告会を実施し、異な

る対象・施設での経験を学生同士で共有し、作業療

法士としての知見や理解を深める。 

 

【事後の振り返りとまとめ】 

○１コマ 90 分×10 回 

実習内容の報告会を実施し、異なる対象・施設での

経験を学生同士で共有し、作業療法士としての知見

や理解を深める。 

る。必要な記録を残す。その他の

課題遂行 

作業療法士の指導の下で、対象

者の協力を得て治療の実践、観

察、作業面接、治療計画変更等を

行う。時期をみて再評価を行い、

治療経過をまとめて考察する。記

録その他の課題の遂行。 

 
評
価
法
基
準 

臨床実習学生評価表に基づく 
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（是正事項） 全学共通 

【教育課程等】 

 

６． 【全体計画審査意見１２（１）の回答について】 

＜大学設置の必要性に係る授業科目が不明確＞ 

大学設置の必要性で掲げられている「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」に係る

学修内容を追加したとの一応の説明はされているが、追加された科目を含め、配置されてい

るのは一般的な科目となっていると考えられるため、大学設置の必要性で説明されている

課題に対応できる科目配置や内容となっているのか不明確であるため、明確にすること。 

（対応） 

審査意見６への対応をするにあたり、まず「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」

を総合的に学修する科目の新設について説明する。さらに、大学設置の理由・必要性で「健

康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」に関して説明した課題の整理を行う。 

 

【「健康寿命の延伸」に関する科目】 

「設置の趣旨を記載した書類」では 「健康寿命の延伸」の必要性について以下の課題を

中心に説明した。 

 生活習慣病の予防 
 フレイルへの対応 
 心理的・精神的な健康維持 
 障害児の健康 
 ロコモティブシンドロームへの対応 
 健康寿命を阻害する疾病への対応 
 訪問・通所リハビリテーション 
 家庭・地域における生活機能の維持 

これらの課題に対応した学修を行う科目を整理したものが図表 ６-１（理学療法学科）、

図表 ６-２（作業療法学科）である。 

理学療法学科では９科目で、作業療法学科では５科目で、これらの課題に対応する学修を

行う。また、理学療法学科では 13 科目で、作業療法学科では 18科目で関連する要素を取り

扱う設定としていた。 

３月補正申請時に設定していたこれらの科目で全ての課題に対応しているものの、審査

意見の指摘を鑑み、これら課題を総括し、理学療法士・作業療法士として「健康寿命の延伸」

に取り組むための総合的な知識を学ぶことが必要であると考え、新たに「健康寿命の延伸」

という科目を職業専門科目に追加した。この科目については、95ページで説明する。 
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図表 ６-１ 設置の趣旨において「健康寿命の延伸」の必要性について説明した課題と

その課題について学修する科目：理学療法学科 

設置の理由・必要性で
提示した課題

　科目名

生
活
習
慣
病
の
予
防

フ
レ
イ
ル
へ
の
対
応

心
理
的
・
精
神
的
な

健
康
維
持

障
害
児
の
健
康

ロ
コ
モ
テ
ィ
ブ
シ
ン

ド
ロ
｜
ム
へ
の
対
応

健
康
寿
命
を
阻
害
す

る
疾
病
へ
の
対
応

訪
問
・
通
所
リ
ハ
ビ

リ
テ
｜
シ
ョ
ン

家
庭
・
地
域
に
お
け

る
生
活
機
能
の
維
持

健康寿命の延伸
（総合的な科目：新規追加）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

内科学 ○ ○
老年医学 ○ 〇 ○
運動器理学療法学 〇 ○ ○ ○
神経理学療法学 ○ 〇 〇 ○
内部障害理学療法学 ○ 〇 〇 〇 ○
高齢者理学療法学 〇 〇 ○ ○ ○
地域実習 〇 〇

公衆衛生学 ○ ○ ○ 〇

理学療法管理学Ⅰ ○
神経内科学 ○ ○
小児科学 ○
整形外科学 ○ ○
精神医学 ○ ○ 〇

地域共生のための連携活動Ⅰ ○ ○
地域共生のための連携活動Ⅱ ○ ○
基礎理学療法概論 〇 〇 〇 〇 〇 ○ ○
理学療法管理学Ⅱ ○ ○
日常生活活動学実習 ○ ○
小児理学療法学 ○ ○
生活環境学 ○ ○
地域連携学 ○ ○
地域理学療法学 ○ ○

健
康
寿
命
の
延
伸
に
つ
い
て

特
に
学
ぶ
科
目

健
康
寿
命
の
延
伸
に
つ
い
て

学
修
す
る
要
素
の
あ
る
科
目
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図表 ６-２ 設置の趣旨において「健康寿命の延伸」の必要性について説明した課題と

その課題について学修する科目：作業療法学科 

 

 

設置の理由・必要性で提示
した課題

　科目名

生
活
習
慣
病
の
予
防

フ
レ
イ
ル
へ
の
対
応

心
理
的
・
精
神
的
な
健

康
維
持

障
害
児
の
健
康

ロ
コ
モ
テ
ィ
ブ
シ
ン
ド

ロ
｜
ム
へ
の
対
応

健
康
寿
命
を
阻
害
す
る

疾
病
へ
の
対
応

訪
問
・
通
所
リ
ハ
ビ
リ

テ
｜
シ
ョ
ン

家
庭
・
地
域
に
お
け
る

生
活
機
能
の
維
持

健康寿命の延伸
（総合的な科目：新規追加）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

内科学 ○ ○

整形外科学 ○ ○ ○

老年医学 ○ ○ ○ ○ ○

公衆衛生学 ○ ○ ○ ○

生活環境学 ○ ○ ○

日常生活活動作業療法治療学     ○           ○ ○ ○ ○

高齢期作業療法治療学 ○ ○ ○ ○ ○ ○

精神医学 ○ ○ ○ ○

神経内科学 ○ ○ ○

小児科学 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ ○ ○ ○ ○

地域共生のための連携活動Ⅱ ○ ○

作業療法評価学概論 ○ ○ ○

精神機能作業療法評価学 ○

発達障害作業療法評価学 ○ ○

身体機能作業療法治療学Ⅰ ○ ○ ○ ○

身体機能作業療法治療学Ⅱ ○ ○ ○ ○

身体機能作業療法治療学Ⅲ ○ ○ ○ ○

精神機能作業療法治療学 ○ ○ ○ ○

精神機能作業療法治療学実習 ○ ○ ○

発達障害作業療法治療学 ○ ○ ○ ○ ○

日常生活活動支援学     ○ ○ ○

地域作業療法学 ○ ○ ○ ○ ○ ○

地域作業療法学実習 ○ ○ ○ ○

地域実習 ○ ○ ○ ○

健
康
寿
命
の
延
伸
に
つ

い
て
特
に
学
ぶ
科
目

健
康
寿
命
の
延
伸
に
つ
い
て
学
修
す
る
要
素
の
あ
る

科
目
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【「在宅医療・介護の推進」に関する科目】 

「設置の趣旨を記載した書類」では 「在宅医療・介護の推進」の必要性について以下の

課題を中心に説明した。 

 

 支援者ニーズの把握：生活環境 
 支援者ニーズの把握：住環境 
 支援者ニーズの把握：社会・経済的な背景 
 地域包括ケア 
 課題解決力 
 訪問リハビリテーション 
 医療職以外の職種・行政・地域との連携 
 患者ニーズの把握 

 

「在宅医療・介護の推進」には、これらの課題に対して主に対応していく必要があると考

えており、これらの課題に対応した学修を行う科目を整理したものが図表 ６-３（理学療法

学科）、図表 ６-４（作業療法学科）である。 

理学療法学科の科目では８科目で、作業療法学科の科目では 10科目で、これらの課題に

対応する学修を行う。また、理学療法学科では８科目で、作業療法学科では５科目で関連す

る要素を取り扱う設定としていた。 

３月補正申請時に設定していたこれらの科目で全ての課題に対応しているものの、審査

意見の指摘を鑑み、これら課題を総括し、理学療法士・作業療法士として「在宅医療・介護

の推進」に取り組むための総合的な知識を学ぶことが必要であると考え、新たに「在宅医療・

介護の推進」という科目を職業専門科目に追加した。この科目については、95 ページで説

明する。 
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図表 ６-３ 設置の趣旨において「在宅医療・介護の推進」の必要性について説明した

課題とその課題について学修する科目：理学療法学科 

 

 

 

  

設置の理由・必要性で提示し
た課題
　

　科目名

支
援
者
ニ
｜
ズ
の
把
握
/

生
活
環
境

支
援
者
ニ
｜
ズ
の
把
握
/

住
環
境

支
援
者
ニ
｜
ズ
の
把
握
/

社
会
・
経
済
的
な
背
景

地
域
包
括
ケ
ア

課
題
解
決
力

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
｜
シ
ョ
ン

医
療
職
以
外
の
職
種
・
行

政
・
地
域
と
の
連
携

患
者
ニ
｜
ズ
の
把
握

在宅医療・介護の推進
（総合的な科目：新規追加）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

神経内科学 ○

運動器理学療法学 〇 〇

神経理学療法学 〇 ○

高齢者理学療法学 〇 〇 〇 ○

生活環境学 ○ ○ ○ ○ 〇

地域連携学 ○ ○ ○ ○ 〇

地域理学療法学 〇 ○ 〇 ○ ○ ○ ○ 〇

地域実習 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

公衆衛生学 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ ○ ○ ○ ○

地域共生のための連携活動Ⅱ ○ ○ ○ ○ 〇

基礎理学療法概論 ○ ○

理学療法管理学Ⅰ 〇

理学療法管理学Ⅱ 〇

日常生活活動学 〇 ○ 〇

日常生活活動学実習 ○ ○ 〇

在
宅
医
療
・
介
護
の
推
進
に

つ
い
て
特
に
学
ぶ
科
目

在
宅
医
療
・
介
護
の
推

進
に
つ
い
て
学
修
す
る

要
素
の
あ
る
科
目
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図表 ６-４ 設置の趣旨において「在宅医療・介護の推進」の必要性について説明した

課題とその課題について学修する科目：作業療法学科 

 

 

 

  

設置の理由・必要性で提示し
た課題
　

支
援
者
ニ
｜
ズ
の
把
握
/

生
活
環
境

支
援
者
ニ
｜
ズ
の
把
握
/

住
環
境

支
援
者
ニ
｜
ズ
の
把
握
/

社
会
・
経
済
的
な
背
景

地
域
包
括
ケ
ア

課
題
解
決
力

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
｜
シ
ョ
ン

医
療
職
以
外
の
職
種
・
行

政
・
地
域
と
の
連
携

患
者
ニ
｜
ズ
の
把
握

在宅医療・介護の推進
（総合的な科目：新規追加）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

神経内科学 〇 ○
身体機能作業療法治療学Ⅰ 〇 ○ 〇 〇
身体機能作業療法治療学Ⅱ 〇 ○ 〇 〇
身体機能作業療法治療学Ⅲ 〇 ○ 〇 〇
発達障害作業療法治療学 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇
高齢期作業療法治療学 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇
日常生活活動支援学 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇
日常生活活動作業療法治療学 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇
地域作業療法学 〇 〇 〇 〇 〇 ○ 〇 〇
地域実習 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

精神医学 〇 ○ 〇 〇

老年医学 〇 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 〇 〇 〇 ○ 〇 ○ ○ 〇

地域共生のための連携活動Ⅱ 〇 〇 〇 ○ ○ ○ ○ 〇

精神機能作業療法治療学 〇 ○ 〇 〇

生活環境学 〇 ○ 〇 〇 〇

在宅医療・
介護の推進
について特
に学ぶ科目

在宅医療・
介護の推進
について学
修する要素
のある科目
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■「健康寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」についての総合的な科目の設置

審査意見の指摘を受け、「健康寿命の延伸」及び「在宅医療・介護の推進」に関わる学修

内容を総合的に学修する科目として、理学療法学科及び作業療法学科の職業専門科目（選択

必修）に「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」を追加した。 

「健康寿命の延伸」は、『本学の大学設置の背景の一つである「健康寿命の延伸」を理学

療法士・作業療法士として実践するために、それまでに学修した「健康寿命の延伸」に関わ

る知識、技能や、展開科目で学んだ内容を統合し、多角的に「健康寿命の延伸」について考

え、実践的かつ応用的な能力を身に付けることを目標とする。』科目である。 

「在宅医療・介護の推進」は、『本学の大学設置の背景の一つである「在宅医療・介護の

推進」を理学療法士・作業療法士として実践するために、それまでに学修した「在宅医療・

介護の推進」に関わる知識、技能や、展開科目で学んだ内容を統合し、在宅医療、介護予防･

介護支援について総合的かつ体系的に学び、リハビリテーション専門分野だけではなく、対

象者の背景や環境など多様な側面を考慮して、在宅や地域における問題を解決するために

活動できる能力を身に付けることを目指す』科目である。 

以上のように、職業専門科目と展開科目の各科目で「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介

護の推進」に関わる知識を学修させるとともに、それぞれを総合的に理解する科目を加える

ことで、「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の推進」を実践できる人材を養成する。 

【資料６-１】 「健康寿命の延伸」に関連する職業専門科目（理学療法学科） 

【資料６-２】 「在宅医療・介護の推進」に関連する職業専門科目（理学療法学科） 

【資料６-３】 「健康寿命の延伸」に関連する職業専門科目（作業療法学科） 

【資料６-４】 「在宅医療・介護の推進」に関連する職業専門科目（作業療法学科） 

【資料６-５】 「健康寿命の延伸」シラバス（理学療法学科） 

【資料６-６】 「在宅医療・介護の推進」シラバス（理学療法学科） 

【資料６-７】 「健康寿命の延伸」シラバス（作業療法学科） 

【資料６-８】 「在宅医療・介護の推進」シラバス（作業療法学科） 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（22ページ） 

本学設置の理由の中に掲げている「健康

寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」につ

いては、関連する科目で学修するととも

に、総合的に学ぶ独自科目「健康寿命の延

（追加） 
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伸」「在宅医療・介護の推進」を設置した。 

（30ページ） 

専門分野の科目群に加え、本学独自の学

科横断的に学ぶ連携活動科目及び、「健康

寿命の延伸」「在宅医療・介護の推進」を総

合的に学ぶ科目も配置した。 

（37ページ） 

保健医療の専門職に関連する科学的・技

術的知識をリテラシーとして学ぶべきと

考え「物理学」「化学」などの科目を配置し

たほか、「健康寿命の延伸」に関連した科目

「健康科学」「食と健康」を配置した。 

[選択科目] 

統計学序論、情報リテラシー、ICT概論、健

康科学、食と健康、物理学、化学、生物学 

（39ページ） 

更に、本学設置の背景・必要性に関わる

「健康寿命の延伸」と「在宅医療・介護の

推進」について総合的に学修する「健康寿

命の延伸」「在宅医療・介護の推進」を必修

科目として配置した。 

（40ページ） 

「健康寿命の延伸」に関しては、健康寿

命の延伸について総合的に学修する科目

である「健康寿命の延伸」のほか、「疾病と

障害の成り立ち及び回復過程の促進」で２

科目、「保健医療福祉とリハビリテーショ

ンの理念」で１科目、「理学療法管理学」で

１科目、「理学療法治療学」で４科目、臨地

実務実習では「地域実習」で、関連する教

育を行う。 

（30ページ） 

専門分野の科目群に加え、本学独自の学科

横断的に学ぶ連携活動科目も配置した。 

（36ページ） 

保健医療の専門職に関連する科学的・技

術的知識をリテラシーとして学ぶべきと考

え、「物理学」「化学」などの科目を配置した。 

（追加） 

[選択科目] 

建築・まちづくり、統計学序論、情報リテラ

シー、ICT概論、物理学、化学、生物学

（追加） 

（39ページ） 

「健康寿命の延伸」に関し、「疾病と障害

の成り立ち及び回復過程の促進」で３科目、

理学療法治療学で５科目、臨地実務実習で

は地域実習で、関連する教育を行う。 
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「在宅医療の推進」は、在宅医療・介護の

推進について総合的に学修する科目であ

る「健康寿命の延伸」のほか、「疾病と障害

の成り立ち及び回復過程の促進」で１科

目、「理学療法治療学」で３科目、「地域理

学療法学」で３科目、そして「地域実習」

で関連する教育を行う。 

（41ページ） 

図表 １４「健康寿命の延伸」「在宅医療・

介護の推進」について学修する科目：理学

療法学科 

（42ページ） 

「健康寿命の延伸」については、疾病と

障害の成り立ち及び回復過程の促進で３

科目、保健医療福祉とリハビリテーション

の理念に１科目、作業療法治療学に３科

目、地域作業療法学に１科目、「健康寿命の

「在宅医療の推進」は、「疾病と障害の成

り立ち及び回復過程の促進」で１科目、理学

療法治療学で３科目、及び「地域実習」で関

連する学修内容を行う。 

（追加） 

（41ページ） 

「健康寿命の延伸」については、「疾病と

障害の成り立ち及び回復過程の促進」で３

科目、作業療法治療学に１科目、臨地実務実

習では地域実習で、関連する教育を行う。 

「[健康寿命の延伸」について特
に学ぶ科目 

「健康寿命の延伸」について学
修する要素のある科目 

健康寿命の延伸（総合的な科目） 

内科学 神経内科学 

老年医学 小児科学 

運動器理学療法学 整形外科学 

神経理学療法学 精神医学 

内部障害理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅰ 

高齢者理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅱ 

地域実習 基礎理学療法概論 

公衆衛生学 理学療法管理学Ⅱ 

理学療法管理学Ⅰ 日常生活活動学実習 

小児理学療法学 

生活環境学 

地域連携学 

地域理学療法学 

「在宅医療・介護の推進」につ
いて特に学ぶ科目 

「在宅医療・介護の推進」につ
いて学修する要素のある科目 

在宅医療・介護の推進（総合的な科目） 

神経内科学 公衆衛生学 

運動器理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅰ 

神経理学療法学 地域共生のための連携活動Ⅱ 

高齢者理学療法学 基礎理学療法概論 

生活環境学 理学療法管理学Ⅰ 

地域連携学 理学療法管理学Ⅱ 

地域理学療法学 日常生活活動学 

地域実習 日常生活活動学実習 
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延伸」について関連する教育を行い、作業

療法治療学に配置した「健康寿命の延伸」

で総合的に学修する。 

「在宅医療の推進」ついては、疾病と障

害の成り立ち及び回復過程の促進で１科

目、作業療法学治療学で８科目、地域作業

療法学に１科目、臨地実務実習では地域実

習で関連する教育を行い、作業療法治療学

に配置した「在宅医療・介護の推進」で総

合的に学修する。 

（43ページ） 

図表１６ 「健康寿命の延伸」「在宅医

療・介護の推進」について学修する科

目：作業療法学科 

「在宅医療の推進」ついては、「疾病と障

害の成り立ち及び回復過程の促進」で１科

目、作業療法学治療学で 4 科目、臨地実務実

習では「地域実習」で関連する教育を行う。 

（追加） 
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「[健康寿命の延伸」について特
に学ぶ科目 

「健康寿命の延伸」について学
修する要素のある科目 

健康寿命の延伸（総合的な科目） 

内科学 精神医学 

整形外科学 神経内科学 

老年医学 小児科学 

公衆衛生学 地域共生のための連携活動Ⅰ 

生活環境学 地域共生のための連携活動Ⅱ 

日常生活活動作業療法治療学 作業療法評価学概論 

高齢期作業療法治療学 精神機能作業療法評価学 

発達障害作業療法評価学 

身体機能作業療法治療学Ⅰ 

身体機能作業療法治療学Ⅱ 

身体機能作業療法治療学Ⅲ 

精神機能作業療法治療学 

精神機能作業療法治療学実習 

発達障害作業療法治療学 

日常生活活動支援治療学 

地域作業療法学 

地域作業療法学実習 

地域実習 

「在宅医療・介護の推進」につ
いて特に学ぶ科目 

「在宅医療・介護の推進」につ
いて学修する要素のある科目 

在宅医療・介護の推進（総合的な科目） 

神経内科学 精神医学 

身体機能作業療法治療学Ⅰ 老年医学 

身体機能作業療法治療学Ⅱ 地域共生のための連携活動Ⅰ 

身体機能作業療法治療学Ⅲ 地域共生のための連携活動Ⅱ 

発達障害作業療法治療学 精神機能作業療法治療学 

高齢期作業療法治療学 生活環境学 

日常生活活動支援治療学 

日常生活活動作業療法治療学 

地域作業療法学 
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【資料６-１】 「健康寿命の延伸」に関連する職業専門科目（理学療法学科） 

必
修
/
選
択

1
年

次
2
年

次
3
年

次
4
年

次

基
礎

理
学

療
法

概
論

整
形

外
科

学
精

神
医

学
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅱ

神
経

内
科

学
小

児
科

学
地

域
実

習

内
科

学
老

年
医

学

理
学

療
法

管
理

学
Ⅰ

公
衆

衛
生

学

日
常

生
活

活
動

学
実

習
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅰ

運
動

器
理

学
療

法
学

理
学

療
法

管
理

学
Ⅱ

神
経

理
学

療
法

学
内

部
障

害
理

学
療

法
学

小
児

理
学

療
法

学

高
齢

者
理

学
療

法
学

健
康

寿
命

の
延

伸
　

※
1

生
活

環
境

学

地
域

連
携

学

地
域

理
学

療
法

学

選
択

※
1
　

総
合

的
な

科
目

※
2
　

太
字

で
表

記
さ

れ
た

科
目

は
「
健

康
寿

命
の

延
伸

」
に

つ
い

て
特

に
学

ぶ
科

目

「
健

康
寿

命
の

延
伸

」
に

関
連

す
る

職
業

専
門

科
目

（
理

学
療

法
学

科
）

必
修

【資料６-1】 
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【資料６-２】 「在宅医療・介護の推進」に関連する職業専門科目（理学療法学科） 

必
修

/
選

択
1
年

次
2
年

次
3
年

次
4
年

次

基
礎
理
学
療
法
概
論

神
経

内
科

学
公
衆
衛
生
学

地
域
共
生
の
た
め
の
連
携
活
動
Ⅱ

理
学
療
法
管
理
学
Ⅰ

地
域
共
生
の
た
め
の
連
携
活
動
Ⅰ

地
域

実
習

日
常
生
活
活
動
学

理
学
療
法
管
理
学
Ⅱ

日
常
生
活
活
動
学
実
習

高
齢

者
理

学
療

法
学

運
動

器
理

学
療

法
学

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

 
※

1

神
経

理
学

療
法

学
生

活
環

境
学

地
域

連
携

学

地
域

理
学

療
法

学

選
択

※
1
　

総
合

的
な

科
目

※
2
　

太
字

で
表

記
さ

れ
た

科
目

は
「
健

康
寿

命
の

延
伸

」
に

つ
い

て
特

に
学

ぶ
科

目

「
在

宅
医

療
・

介
護

の
推

進
」

に
関

連
す

る
職

業
専

門
科

目
（

理
学

療
法

学
科

）

必
修

【資料６-２】 
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【資料６-３】 「健康寿命の延伸」に関連する職業専門科目（作業療法学科） 

 

  

必
修

/
選

択
1
年

次
2
年

次
3
年

次
4
年

次

作
業

療
法

評
価

学
概

論
精

神
医

学
小

児
科

学
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅱ

整
形

外
科

学
老

年
医

学
地

域
作

業
療

法
学

実
習

神
経

内
科

学
公

衆
衛

生
学

地
域

実
習

内
科

学
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅰ

精
神

機
能

作
業

療
法

評
価

学
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

Ⅰ

発
達

障
害

作
業

療
法

評
価

学
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

Ⅱ

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅲ

精
神

機
能

作
業

療
法

治
療

学

精
神

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習

発
達

障
害

作
業

療
法

治
療

学

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学

日
常

生
活

活
動

支
援

治
療

学

健
康

寿
命

の
延

伸
　

※
1

地
域

作
業

療
法

学

生
活

環
境

学

選
択

※
1
　

総
合

的
な

科
目

※
2
　

太
字

で
表

記
さ

れ
た

科
目

は
「
健

康
寿

命
の

延
伸

」
に

つ
い

て
特

に
学

ぶ
科

目

「
健

康
寿

命
の

延
伸

」
に

関
連

す
る

職
業

専
門

科
目

（
作

業
療

法
学

科
）

必
修

【資料６-３】  
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【資料６-４】 「在宅医療・介護の推進」に関連する職業専門科目（作業療法学科） 

 

 

  

必
修

/
選

択
1
年

次
2
年

次
3
年

次
4
年

次

精
神

医
学

老
年

医
学

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅱ

神
経

内
科

学
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅰ

地
域

実
習

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅰ

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅱ

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅲ

精
神

機
能

作
業

療
法

治
療

学

発
達

障
害

作
業

療
法

治
療

学

高
齢

期
作

業
療

法
治

療
学

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学

日
常

生
活

活
動

支
援

治
療

学

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

 
※

1

地
域

作
業

療
法

学

生
活

環
境

学

選
択

※
1
　

総
合

的
な

科
目

※
2
　

太
字

で
表

記
さ

れ
た

科
目

は
「
健

康
寿

命
の

延
伸

」
に

つ
い

て
特

に
学

ぶ
科

目

必
修

「
在

宅
医

療
・

介
護

の
推

進
」

に
関

連
す

る
職

業
専

門
科

目
（

作
業

療
法

学
科

）

【資料６-４】  
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【資料６-５】 「健康寿命の延伸」シラバス（理学療法学科） 

科目名 健康寿命の延伸 担当教員  

学科・専攻 理学療法学 学年 3学年 

学期 後期 必修 / 選択 選択 授業形態 演習 

単位数 1単位 時間数 30時間 回数 15回 

 

授業概要 我が国は、世界トップクラスの平均寿命の国でありながら、健康寿命との乖離が大き

く、健康寿命を延伸させ「寿命と健康寿命の差を限りなく縮める」ことが課題であ

る。このためには、健康増進、介護予防のための様々な活動を生活の全ての場面で取

り入れることが必要である。そして、理学療法士の有する知識、技能やその役割は、

障害を有する人の社会復帰に留まることなく、その原因となる疾患を予防し、多くの

人が健康である社会を構築することにも役立てるべきである。健康とは世界保健機関

（WHO）の健康の定義に謳っているように、身体的、精神的、社会的など人間を取り

巻くあらゆる方向から考えることであり、理学療法士がどんな役割を担えるかを考え

る必要がある。 

この科目では、これまでに学修してきた理学療法に関わる知識、技能や、展開科目で

学んだ内容をも基盤にして、多角的に健康について考え、全ての人が共生出来る社会

の実現のために活躍できる能力を身に付けることを目標とする。その結果として、理

学療法の範囲を超えて、健康寿命の延伸のために広く活動できる人材を育むことを目

指す。 

到達目標 ①健康および健康寿命の概念について多角的に説明することができる 

②健康寿命の延伸のための課題について多角的に説明できる 

③健康寿命の延伸のために理学療法士ができることを説明し、企画･実践することが

できる 

 

№ テーマ  内容 形式 

1 
健康寿命

とは 

授業内容 オリエンテーションおよび健康寿命延伸のための学びについて 

講義 予習 特になし 

復習 受講した内容についてまとめておく 

2 
健康の概

念と課題 

授業内容 健康の概念と多角的側面から見た健康づくりのための課題（1） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

3 
健康の概

念と課題 

授業内容 健康の概念と多角的側面から見た健康づくりのための課題（2） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

4 
健康の概

念と課題 

授業内容 健康の概念と多角的側面から見た健康づくりのための課題（3） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

5 公衆衛生 授業内容 公衆衛生学的視点からの健康寿命延伸のための課題（1） 講義 
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と健康 予習 事前に指定された語句について下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

6 
公衆衛生

と健康 

授業内容 公衆衛生学的視点からの健康寿命延伸のための課題（2） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

7 

中枢神経

疾患と健

康 

授業内容 中枢神経系疾患の予防と健康の維持･増進のための課題（1） 

講義 予習 事前に指定された語句について下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

8 

中枢神経

疾患と健

康 

授業内容 中枢神経系疾患の予防と健康の維持･増進のための課題（2） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

9 
生活習慣

病と健康 

授業内容 生活習慣病の予防と健康の維持･増進のための課題（1） 

講義 予習 事前に指定された語句について下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

10 
生活習慣

病と健康 

授業内容 生活習慣病の予防と健康の維持･増進のための課題（2） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

11 
運動器疾

患と健康 

授業内容 運動器疾患の予防と健康の維持･増進のための課題（1） 

講義 予習 事前に指定された語句について下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

12 
運動器疾

患と健康 

授業内容 運動器疾患の予防と健康の維持･増進のための課題（2） 

講義 予習 前回講義内容の復習と関連語句についての下調べをする 

復習 受講した内容についてまとめておく 

13 健康運動 

授業内容 健康運動･スポーツの実際と理学療法士の役割（1） 

演習 予習 事前に指定された語句について下調べをしておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

14 健康運動 

授業内容 健康運動･スポーツの実際と理学療法士の役割（2） 

演習 予習 前回の講義内容の確認をしておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

15 まとめ 

授業内容 まとめ 

講義 予習 これまで学修した内容について復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

  

評価法基準 演習レポート（30％）  

試験（70％） 

教科書・参考

書 

適宜、プリント配布 

これまで受講した科目の中で、当該科目に関連する科目のテキストを使う場合があ

りあます 

履修上の注意 事前に必要な語句などの課題を提示します 
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【資料６-６】 「在宅医療・介護の推進」シラバス（理学療法学科） 

科目名 在宅医療・介護の推進 担当教員 

学科・専攻 理学療法学科 学年 3学年 

学期 後期 必修 / 選択 選択 授業形態 演習 

単位数 1単位 時間数 30時間 回数 15回 

授業概要 超高齢社会の中で、住んでいる地域社会において医療、福祉サービスを受けられる

体制を整備することが重要であり、その中心となっているのが地域包括ケアシステム

の導入であろう。ここでは、本人や家族の選択の上で、介護予防、介護支援、医療や看

護、リハビリテーションなどの要素を組み合わせて、地域社会における多角的な支援

を目指している。理学療法士は、このシステムの中で、全ての要素に関わりをもち、

在宅医療や介護予防、介護支援の中心として活動すべき職種である。 

この科目では、これまでに学修してきた理学療法士に関わる知識、技能や、展開科

目で学んだ内容をも基盤にして、在宅医療、介護予防･介護支援について総合的かつ体

系的に学び、リハビリテーション専門事業だけではなく、対象者の背景や環境など多

様な側面を考慮して、在宅や地域における問題を解決するために活動できる能力を身

に付けることを目指す。 

到達目標 ①在宅医療や介護についての現状と課題について説明することができる

②地域包括ケアシステムにおける理学療法士の役割について説明することができる

③在宅医療や介護予防･介護支援について理学療法士の役割について説明することが

できる 

№ テーマ 内容 形式 

1 概要 

授業内容 オリエンテーションとこの科目の意義と目的

講義 予習 特になし 

復習 受講内容をまとめておく 

2 
高齢者と

在宅医療 

授業内容 高齢者における在宅医療と介護支援の実際（1） 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

3 
高齢者と

在宅医療 

授業内容 高齢者における在宅医療と介護支援の実際（2） 

演習 予習 前回講義内容の復習と関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

4 

難病患者

と在宅医

療 

授業内容 難病患者に対する在宅医療と介護支援の実際（1） 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

5 

難病患者

と在宅医

療 

授業内容 難病患者に対する在宅医療と介護支援の実際（2） 

演習 予習 前回講義内容の復習と関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

【資料６-６】 
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6 

日常生活

と介護支

援 

授業内容 日常生活活動に対する介護支援の課題（1） 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

7 

日常生活

と介護支

援 

授業内容 日常生活活動に対する介護支援の課題（2） 

演習 予習 前回講義内容の復習と関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

8 生活環境 

授業内容 生活環境における在宅医療と介護支援の課題（1） 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

9 生活環境 

授業内容 生活環境における在宅医療と介護支援の課題（2） 

演習 予習 前回講義内容の復習と関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

10 

地域にお

ける理学

療法 

授業内容 地域おける理学療法士の役割（1） 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

11 

地域にお

ける理学

療法 

授業内容 地域おける理学療法士の役割（2） 

演習 予習 前回講義内容の復習と関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

12 地域連携 

授業内容 地域連携と包括ケアシステムにおける課題と方策（1） 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

13 地域連携 

授業内容 地域連携と包括ケアシステムにおける課題と方策（2） 

演習 予習 前回講義内容の復習と関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

14 家族支援 

授業内容 家族介護と社会的支援の総合的課題 

講義 予習 事前に指定された関連語句について調べておく 

復習 受講内容をまとめておく 

15 まとめ 

授業内容 まとめ 

講義 予習 前回までの内容を総復習しておく 

復習 この科目で学んだ内容をまとめておく 

評価法基準 演習レポート（50％） 

試験（50％） 

教科書・参考

書 

適宜必要な資料を配付する予定 

これまで受講した科目の中で、当該科目に関連する科目のテキストを使う場合があ

りあます 

履修上の注意 関連語句の調査などの事前課題があります 
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【資料６-７】 「健康寿命の延伸」シラバス（作業療法学科） 

科目名 健康寿命の延伸 担当教員 

学科・専攻 作業療法学科 学年 3学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 演習 

単位数 1単位 時間数 30時間 回数 15回 

授業概要 我が国は、世界トップクラスの平均寿命の国でありながら、健康寿命との乖離が大

きく、健康寿命を延伸させ「寿命と健康寿命の差を限りなく縮める」ことが課題であ

る。このためには、健康増進、介護予防のための様々な活動を生活の全ての場面で取

り入れることが必要である。そして、作業療法士の有する知識、技能やその役割は、障

害を有する人の社会復帰に留まることなく、その原因となる疾患を予防し、多くの人

が健康である社会を構築することにも役立てるべきである。健康とは世界保健機関

（WHO）の健康の定義に謳っているように、身体的、精神的、社会的など人間を取り巻

くあらゆる方向から考えることであり、作業療法士がどんな役割を担えるかを考える

必要がある。 

この科目では、これまでに学修してきた作業療法に関わる知識、技能や、展開科目

で学んだ内容をも基盤にして、多角的に健康について考え、全ての人が共生出来る社

会の実現のために活躍できる能力を身に付けることを目標とする。その結果として、

作業療法の範囲を超えて、健康寿命の延伸のために広く活動できる人材を育むことを

目指す。 

到達目標 ① 健康および健康寿命の概念について多角的に説明することができる

② 健康寿命の延伸のための課題について多角的に説明できる

③ 健康寿命の延伸のために作業療法士ができることを説明し、企画･実践すること

ができる

№ テーマ 内容 形式 

1 
健康の概念

と健康寿命 

授業内容 オリエンテーション 健康の概念と健康寿命延伸のための課題

講義 予習 特になし 

復習 受講した内容についてまとめておくこと 

2 
公衆衛生と

健康 

授業内容 公衆衛生学的視点からの健康寿命延伸のための課題 

講義 予習 公衆衛生学と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

3 
疾病予防と

健康（1） 

授業内容 疾病予防と健康の維持・増進のための課題と対応（1） 

講義 予習 生活習慣病と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

4 
疾病予防と

健康（2） 

授業内容 疾病予防と健康の維持・増進のための課題と対応（2） 

講義 予習 脳血管疾患と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容について調べておくこと 

5 自治体・事 授業内容 自治体・事業所における健康寿命延伸のための課題と対応 演習 

【資料６-７】 



109 

業所と健康

寿命 

予習 健康寿命延伸における自治体の役割について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

6 

高齢期にお

け る 健 康

（1） 

授業内容 高齢期における健康寿命延伸のための課題と対応（1） 

演習 予習 認知症と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

7 

高齢期にお

け る 健 康

（2） 

授業内容 高齢期における健康寿命延伸のための課題と対応（2） 

演習 予習 「フレイル」について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

8 

高齢期にお

け る 健 康

（3） 

授業内容 高齢期における健康寿命延伸のための課題と対応（3） 

演習 予習 運動器疾患と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

9 
「こころ」

と健康（1） 

授業内容 こころの健康と健康寿命延伸のための課題と対応（1） 

講義 予習 「こころ」と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

10 
「こころ」

と健康（2） 

授業内容 こころの健康と健康寿命延伸のための課題と対応（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

11 

「活動・参

加」と健康

（1） 

授業内容 活動と参加に焦点を当てた健康寿命延伸のための課題と対応（1） 

演習 予習 活動や参加と健康との関係について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

12 

「活動・参

加」と健康

（2） 

授業内容 活動と参加に焦点を当てた健康寿命延伸のための課題と対応（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

13 
社会資源と

健康（1） 

授業内容 地域社会における社会資源の活用と健康寿命の延伸への対応（1） 

演習 予習 健康寿命の延伸のための社会資源について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

14 
社会資源と

健康（2） 

授業内容 地域社会における社会資源の活用と健康寿命の延伸への対応（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

15 まとめ 

授業内容 まとめ 

講義 予習 これまで学修した内容について復習しておく 

復習 この科目で学んだ内容をまとめておく 

評価法基準 演習レポート（50％） 

筆記試験（50％） 

教科書・参考書 適宜プリント配付 

これまで受講した科目の中で当該科目に関連する科目のテキストを使う場合があり

ます。 

履修上の注意 事前に予習すべき内容について指示します。 
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【資料６-８】 「在宅医療・介護の推進」シラバス（作業療法学科） 

科目名 在宅医療・介護の推進 担当教員 

学科・専攻 作業療法学科 学年 3学年 

学期 後期 必修 / 選択 必修 授業形態 演習 

単位数 1単位 時間数 30時間 回数 15回 

授業概要 超高齢社会の中で、住んでいる地域社会において医療、福祉サービスを受けられる体制

を整備することが重要であり、その中心となっているのが地域包括ケアシステムの導

入であろう。ここでは、本人や家族の選択の上で、介護予防、介護支援、医療や看護、

リハビリテーションなどの要素を組み合わせて、地域社会における多角的な支援を目

指している。作業療法士は、このシステムの中で、全ての要素に関わりをもち、在宅医

療や介護予防、介護支援の中心として活動すべき職種である。 

この科目では、これまでに学修してきた作業療法士に関わる知識、技能や、展開科目で

学んだ内容をも基盤にして、在宅医療、介護予防･介護支援について総合的かつ体系的

に学び、リハビリテーション専門事業だけではなく、対象者の背景や環境など多様な側

面を考慮して、在宅や地域における問題を解決するために活動できる能力を身に付け

ることを目指す。 

到達目標 ① 在宅医療や介護についての現状と課題について説明することができる

② 地域包括ケアシステムにおける作業療法士の役割について説明することができる

③ 在宅医療や介護予防･介護支援について作業療法士の役割について説明すること

ができる

№ テーマ 内容 形式 

1 
在宅医療・介

護と社会動向 

授業内容 オリエンテーション 在宅医療・介護をめぐる社会動向と課題

講義 予習 在宅医療・介護と社会動向との関連について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

2 

在宅医療・介

護における留

意事項 

授業内容 在宅医療・介護における接遇とリスクマネジメント 

講義 予習 在宅医療・介護におけるリスクマネジメントについて調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

3 

中枢神経疾患

患者と在宅医

療・介護（1） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“中枢神経疾患”（1） 

演習 予習 中枢神経疾患の在宅医療・介護について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

4 

中枢神経疾患

患者と在宅医

療・介護（2） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“中枢神経疾患”（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

5 

運動器疾患患

者 と 在 宅 医

療・介護（1） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“運動器疾患”（1） 

演習 予習 運動器疾患の在宅医療・介護について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

【資料６-８】 
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6 

運動器疾患患

者 と 在 宅 医

療・介護（2） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“運動器疾患”（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

7 

内部疾患患者

と在宅医療・

介護（1） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“内部疾患”（1） 

演習 予習 内部疾患の在宅医療・介護について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

8 

内部疾患患者

と在宅医療・

介護（2） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“内部疾患”（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

9 

認知症者と在

宅医療・介護

（1） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“認知症”（1） 

講義 予習 認知症の在宅医療・介護について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

10 

認知症者と在

宅医療・介護

（2） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“認知症”（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

11 

障がい児・者

と在宅医療・

介護（1） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“障がい児・者”（1） 

講義 予習 障がい児・者の在宅医療・介護について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

12 

障がい児・者

と在宅医療・

介護（2） 

授業内容 在宅医療・介護支援の実際“障がい児・者”（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

13 
家族介護者へ

の支援（1） 

授業内容 家族介護者への介助技術・健康支援（1） 

講義 予習 家族介護者への支援について調べておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

14 
家族介護者へ

の支援（2） 

授業内容 家族介護者への介助技術・健康支援（2） 

演習 予習 前回の講義内容を復習しておく 

復習 受講した内容についてまとめておく 

15 まとめ 

授業内容 まとめ 

講義 予習 これまで学修した内容について復習しておく 

復習 この科目で学んだ内容をまとめておく 

評価法基準 演習レポート（50％） 

筆記試験（50％） 

教科書・参考書 適宜プリント配付 

これまで受講した科目の中で当該科目に関連する科目のテキストを使う場合があ

ります。 

履修上の注意 事前に予習すべき内容について提示します。 
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（是正事項） 全学共通 

【教育課程等】 

７． 【全体計画審査意見１３の回答について】 

＜履修モデルの妥当性が不明＞ 

別途指摘しているディプロマ・ポリシー等の改善を求める審査意見や展開科目の妥当性に

係る審査意見に対応した上で、改めて履修モデルの妥当性を示すこと。 

（対応） 

審査意見を受け、理学療法士・作業療法士それぞれの特性を鑑み、展開科目の科目構成を

見直した。展開科目の修正も踏まえ、理学療法学科、作業療法学科の資格の特性に応じたデ

ィプロマ・ポリシーとして、以下のように修正した。 

■理学療法学科のディプロマ・ポリシー

新 旧 

Ｄ１）保健医療分野の専門性 Ｄ１）保健医療分野の専門性 

理学療法に関わる専門的な知識や技術を修

得し、様々な疾患や障害により理学療法を必

要とする対象者に対し、適切で専門的な理学

療法を行い、社会適応するための支援ができ

る。 

理学療法士として保健医療分野における疾病

や障害等に対する専門知識と技術を修得し、

対象者の支援のために適切に活用することが

できる。 

Ｄ２）共生社会の理解 Ｄ２）共生社会の理解 

理学療法の専門職としての役割に加え、共生

社会の理念を実践する理学療法士としての自

覚を持ち、組織や地域社会に貢献することが

できる。 

共生社会の概念を理解し、理学療法士とし

て、障がい者や高齢者など多様な生活者が共

生できる社会の実現に意識を置きながら行動

することができる。 

Ｄ３）課題解決力 Ｄ３）課題解決力 

身体運動に関する医療専門職である理学療

法士として、対象者の立場や背景、ニーズ等

を把握した上で、適切に病態や障害を評価

し、運動機能の回復・維持等に対する課題解

決に取り組むことができる。 

理学療法士として対象者が直面する様々な課

題について、その背景やニーズを把握し、対象

者の立場を理解した上で、リスクや医療倫理に

配慮しながら課題解決に向け適切に行動する

ことができる。 

Ｄ４） 応用力 Ｄ４）応用力 

理学療法の専門性である身体運動分野等に

隣接する他分野へ視野を広げ、対象者のQOL

維持・向上や健康寿命の延伸に向けた理学療

多様な生活者の QOL の維持・向上に向け、理

学療法士としての保健医療の専門性にとどまら

ず、関連する他分野の知識を応用し、視野を
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法の応用・展開に取り組むことができる。 広げて業務に取り組むことができる。 

Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や理学療法に取り組む組織・人

材マネジメント等に関する基礎知識を身に付

け、保健医療経営やマネジメント等の課題に

幅広く対応できる。 

理学療法士として経営・マネジメントの素養を

身に付け、多職種及び地域との協働・連携を

行い、組織が直面する諸課題の改善に取り組

むことができる。 

■作業療法学科のディプロマ・ポリシー

新 旧 

Ｄ１）保健医療分野の専門性 Ｄ１）保健医療分野の専門性 

作業療法に関わる専門的な知識や技術を修

得し、身体的及び精神的なリハビリテーション

を必要とする対象者に、日常生活・社会生活

を実現するための支援ができる。 

保健医療分野における作業療法士としての必

要な教養や専門知識・技術を身に付け、対象

者の日常生活の支援のために適切に活用する

ことができる。 

Ｄ２）共生社会の理解 Ｄ２）共生社会の理解 

作業療法の専門職としての役割に加え、共生

社会の理念を実践する作業療法士としての自

覚を持ち、組織や地域社会に貢献することが

できる。 

共生社会の概念を理解し、障がい者や高齢者

など多様な生活者が共生できる社会の実現に

意識を置きながら、作業療法士として行動する

ことができる。 

Ｄ３）課題解決力 Ｄ３）課題解決力 

生活支援を行う医療専門職である作業療法士

として、適切な評価を通して、対象者が実現し

たい生活行為等を把握し、日常生活・社会生

活に必要な能力の維持・回復等に関する課題

解決に取り組むことができる。 

作業療法士が直面する様々な課題の解決に

向け、論理的知識と実践的知識の両者を駆使

し、対象者に寄り添い立場を尊重した上で、適

切に行動することができる。 

Ｄ４）応用力 Ｄ４）応用力 

作業療法の専門性である生活支援分野等に

隣接する他分野へ視野を広げ、対象者のQOL

維持・向上や健康寿命の延伸に向けた作業療

法の応用・展開に取り組むことができる。 

QOLの維持・向上や健康寿命の延伸に向け、

探究心を持ち、作業療法の専門分野のみなら

ず、関連する他分野の知識を応用し、視野を

広げて業務に取り組むことができる。 

Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 Ｄ５）組織における経営・マネジメント力 

保健医療経営や作業療法に取り組む組織・人

材マネジメント等に関する基礎知識を身に付

け、保健医療経営やマネジメント等の課題に

幅広く対応できる。 

経営・マネジメントの素養を身に付け、協調性

を持ち、組織が直面する諸課題の改善に取り

組むことができる 
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また展開科目は、審査意見４を受け、以下のような異なる資格に関わる人材の特性に対応

した科目構成とした。 

 

図表 ７-１ 展開科目の学科別科目構成（今回申請） 

 科目 主要 PT OT 備考 

統 合

分野 
共生社会の展開と実践 主 ● ● 一部合同授業 

隣
接
他
分
野 

共生福祉論 主 ● ●  

身体障害への支援システム工学Ⅰ・Ⅱ 主 ● △  

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ 主 △ ●  

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ  〇 ― 新規追加 

障害者の社会参加とスポーツの教育的活用

Ⅰ・Ⅱ 
 〇 ― 新規追加 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ  ― 〇  

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ  ― 〇  

手話による聴覚障害者とのコミュニケーシ

ョンⅠ・Ⅱ 
 △ △  

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

実務リーダーのための経営戦略論 主 ● ●  

組織･人材マネジメントの理論と実践 主 ● ●  

実践マーケティング戦略  ● ●  

実務リーダーのための財務会計Ⅰ  △ △  

実務リーダーのための財務会計Ⅱ  △ △  

ビジネスのための法律  △ △  

ビジネスのための IT  △ △  

保健医療経営Ⅰ  ● ●  

保健医療経営Ⅱ  △ △  

在宅サービスの事業経営  △ △  

事業計画策定概論  △ △  

総合事業開発  △ △  

●：必修科目  〇：選択必修科目   △：選択科目  ―：科目設定なし 
主：主要科目 
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■履修モデル修正の考え方 

審査意見１及び４に対応し修正した各学科のディプロマ・ポリシー及び展開科目の構成

を元に、履修モデルの再検討を行い、履修モデルを修正した。 

３月補正申請時は、養成する人材をもとに、「多様な生活者の QOLの維持・向上に関する

知見を身に付け、その知識を基に新しいサービスの企画にかかわる能力を育成するモデル」

と、「組織の経営・マネジメントの知識を身に付け実務リーダーを目指すモデル」という２

つの履修モデルを設定していたが、モデル設定の考え方は学部共通であった。 

今回の再補正申請では、審査意見７の指摘を受け、資格の特性に対応するようディプロ

マ・ポリシー及び展開科目を修正した。 

展開科目は、「隣接他分野」と「組織の経営・マネジメント」及びそれらを統合する科目

による構成へ修正し、「隣接他分野」の科目構成は、異なる専門資格を活かしそれぞれの専

門職として活躍の領域を拡大させるため、学科別に異なる科目構成とした。 

一方、「組織の経営・マネジメント」の知識は、展開科目の科目配置において学部共通に

学ぶ科目として設定していることから、履修モデルの名称・考え方も学部共通とした。 

その結果、履修モデルは、「隣接他分野」での学修に重きを置いたモデル、及び「組織の

経営・マネジメント」の学修に重きを置いたモデル、の２つで構成する考え方へ修正した。 

それぞれのモデルについては、次ページ以降で説明する 
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■理学療法学科の履修モデル

履修モデル①：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、身体運動に隣接する他分野

から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

このモデルは、理学療法での隣接他分野の選択必修科目を４科目履修し、「運動・スポー

ツを通じ、健康寿命の延伸と QOL の維持向上に貢献する能力育成」を目指す。

「コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ・Ⅱ」は、コーチングのスキルを身に付け、そ

のスキルを活用しスポーツを通じて健康寿命の延伸を図るための能力を育成する科目であ

る。 

「障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅰ・Ⅱ」は、教育方法やティーチングを学修

し、スポーツを通じた障がい者の社会参加を推進する科目である。 

基礎科目ではこれらの科目に関連する科目を履修し、運動・スポーツを通じ、健康寿命の

延伸と QOLの維持向上に貢献する能力を育成する。 

図表 ７-２ 履修モデル①概要：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、身体

運動に隣接する他分野から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

基礎科目 

【必修】9 科目（13） 

【選択】４科目（７）：スポーツボランティアⅠ（2）、スポーツボランティアⅡ

（1）、コミュニケーション論（2）、健康科学（2）

職業専門科目 【必修】66 科目（101） 

展
開
科
目

統合分野 【必修】1 科目（１） 

隣接他分野 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（2）、身体障害への支援システム工学

Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（1） 

【選択必修】４科目（６）：コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ（2）、コ

ーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ（1）、障害者の社会参加とスポー

ツの教育的活用Ⅰ（2）、障害者の社会参加とスポーツの教育的活用

Ⅱ（1） 

組織の経営・マ

ネジメント

【必修】４科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医療

経営Ⅰ（2） 

総合科目 【必修】４科目（４） 

合計単位数 145 単位 

※（ ）内は単位数、以下同 
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履修モデル②：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、「組織における経営・マネ

ジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 

このモデルは、医療施設等での労働環境改善や組織運営の課題の解決する上で役立つ知

識や、IT の活用による業務の効率化などに役立つ知識や能力を身に付けた保健医療分野の

実務リーダーに有益な科目を中心に学修する。 

経営分野の基本的な知識を学び、組織でのコミュニケーションや課題解決につながる能

力育成に関わる科目を中心に履修する。経営資源を構成する「ヒト・モノ・カネ・情報」に

ついて学修する科目で構成している。 

働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、医療従事者も自らの働

き方や組織の運営について意識を高める必要がある。また、理学療法士・作業療法士の需給

バランスは地域格差が大きく、将来に理学療法士・作業療法士の供給過多となることが予測

されているため、さらなる職域の拡大が必要である。理学療法士・作業療法士が就労し易く

するために、そして持続した就労を可能にするために、更には一般の医療機関だけでなく在

宅や地域での保健医療分野の機関での就職を促すために、効果的・効率的な業務の運営や労

働生産性の向上、就労環境や処遇の改善などに対応できるよう、経営分野の基本的な知識を

学び、組織における経営・マネジメント力を身に付けた人材を育成するモデルである。 

 

図表 ７-３ 履修モデル②概要：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、「組

織における経営・マネジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 

基礎科目 

【必修】9 科目（13） 

【選択】6 科目(７)：経営学（1）、法学（2）、社会人基礎力（1）、コミュニケ

ーション論（1）、情報リテラシー（1）、ICT 概論（１） 

職業専門科目 【必修】66 科目（101） 

展
開
科
目 

統合分野 【必修】1 科目（１） 

隣接他分野 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（２）、身体障害への支援システム工学

Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（1） 

【選択必修】２科目（３）：コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ（2）、コ

ーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ（1） 

組織の経営・マ

ネジメント 

【必修】4 科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医療

経営Ⅰ（２） 

【選択】３科目(３)：実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、ビジネスのた

めの IT（1） 、総合事業開発（1） 

総合科目 【必修】4 科目（４） 

合計単位数 145 単位 

 

【資料７-１ 理学療法学科の履修モデル】 
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■作業療法学科の履修モデル

履修モデル①：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、生活支援に隣接する他分野

から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

このモデルは、作業療法での隣接他分野の選択必修科目を４科目履修し、「障がい者の日

常生活支援を促進し、健康寿命の延伸と QOLの維持向上に貢献する能力育成」を目指す。 

作業療法士は「日常生活支援」と「社会参加」に関連する分野の知識や技術を修得し、対

象者の支援を行うが、リハビリテーションにおける対象者のニーズは身体的機能を向上さ

せることだけでなく、様々な社会的活動に関わるニーズを実現することにある。 

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ・Ⅱ」では、障がい者や高齢者の外出支援につな

がる知識や技術を、「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」では、高齢者や障がい者の生

活の質を高める知識や技術を、「音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ・Ⅱ」では、障がい者や

高齢者の不安や痛みの軽減などにつながる知識や技術を学修する。 

基礎科目では、これらに関連する科目を履修し、日常生活支援や外出支援、そして社会参

加を支援する能力を育成し、健康寿命の延伸と QOLの維持向上に貢献する人材を育成する。 

図表 ７-４ 履修モデル①概要：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、生活

支援に隣接する他分野から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

基礎科目 

【必修】9 科目（13） 

【選択】4 科目（７）：観光学（2）、音楽文化論（2）、地域ボランティア論

（2）、食と健康（1）

職業専門科目 【必修】73 科目（101） 

展
開
科
目

統合分野 【必修】1 科目（1） 

隣接他分野 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（2）、ユニバーサルツーリズムと外出支

援Ⅰ（2）、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ（1）  

【選択必修】４科目（６）：美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（2）、美容ケ

アによる QOL の維持向上Ⅱ（1）、音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ

（2）、音楽療法による QOL の維持向上Ⅱ（1）

組織の経営・マ

ネジメント

【必修】4 科目（8）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医療

経営Ⅰ（2） 

総合科目 【必修】4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 
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履修モデル②：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、「組織における経営・マネ

ジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 

このモデルは、医療施設等での労働環境改善や組織運営の課題の解決する上で役立つ知

識や、IT の活用による業務の効率化などに役立つ知識や能力を身に付けた、保健医療分野

の実務リーダーに有益な科目を中心に学修する。 

経営分野の基本的な知識を学び、組織でのコミュニケーションや課題解決につながる能

力育成に関わる科目を中心に履修する。経営資源を構成する「ヒト・モノ・カネ・情報」に

ついて学修する科目で構成している。 

働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、そのためには医療従事

者も自らの働き方や、組織の運営について意識を高める必要がある。また、理学療法士・作

業療法士の需給バランスは、地域格差が大きく、将来的に理学療法士・作業療法士の供給過

多となることが予測されているため、さらなる職域の拡大が必要である。理学療法士・作業

療法士が就労し易くするために、持続した就労を可能にするために、そして一般の医療機関

だけでなく、在宅や地域での保健医療分野の機関での就職を促すためにも、効果的・効率的

な業務の運営や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改善などに対応できるよう、経営分野

の基本的な知識を学び、組織における経営・マネジメント力を身に付けた人材を育成するモ

デルである。 

 

図表 ７-５ 履修モデル②概要：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、「組

織における経営・マネジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル 

基礎科目 

【必修】9 科目（13） 

【選択】６科目(７)：経営学（1）、法学（1）、社会人基礎力（1）、コミュニケ

ーション論（2）、情報リテラシー（1）、ICT 概論(１) 

職業専門科目 【必修】73 科目（101） 

展
開
科
目 

統合分野 【必修】1 科目（1） 

隣接他分野 

【必修】3 科目（5）：共生福祉論（2）、ユニバーサルツーリズムと外出支

援Ⅰ（2）、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ（1） 

【選択必修】２科目（３）：美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（2）、美容ケ

アによる QOL の維持向上Ⅱ（1） 

組織の経営・マ

ネジメント 

【必修】4 科目（8）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医療

経営Ⅰ（2） 

【選択】３科目(３)：実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、ビジネスのた

めの IT（1） 、総合事業開発（1） 

総合科目 【必修】4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 
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【資料７-２ 作業療法学科の履修モデル】 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（65ページ） 

３．履修モデル 

（１）履修モデル設定の考え方 

展開科目は、「隣接他分野」と「組織の経

営・マネジメント」及びそれらを統合する

分野で構成している。 

（中略） 

このような分野別の科目構成の考え方

から、養成する人材をもとに、履修モデル

は各学科とも、「隣接他分野」での学修に重

きを置いたモデル及び「組織の経営・マネ

ジメント」の学修に重きを置いたモデル、

という２つのモデルをそれぞれ設定した。 

（削除） 

（62ページ） 

３．履修モデル 

（１）履修モデルの背景 

（追加） 

養成する人材をもとに、「多様な生活者の

QOLの維持・向上に関する知見を身に付け、

その知識を基に新しいサービスの企画にか

かわる能力を育成するモデル」と、「組織の

経営・マネジメントの知識を身に付け実務

リーダーを目指すモデル」の２つの履修モ

デルを設定した。 

（中略） 

理学療法士・作業療法士が就労し易くす

るために、持続した就労を可能にするため

に、そして一般の医療機関だけでなく、在宅

や地域での保健医療分野の機関での就職を

促すためにも、効果的・効率的な業務の運営

や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改

善などに対応できる、経営分野の基本的な

知識を学び、課題解決力を身に付けた人材

を育成するモデルである。 
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＜理学療法学科の履修モデル＞ 

履修モデル①：共生社会の理解の下、理学

療法の専門性に加え、身体運動に隣接する

他分野から「応用力（DP４）」の学修をより

深めるモデル 

このモデルは、理学療法での隣接他分野

の選択必修科目を４科目履修し、「運動・ス

ポーツを通じ、健康寿命の延伸と QOLの維

持向上に貢献する能力育成」を目指す。 

（中略） 

基礎科目ではこれらの科目に関連する

科目を履修し、運動・スポーツを通じ、健

康寿命の延伸と QOLの維持向上に貢献する

能力を育成する。 

履修モデル①概要：共生社会の理解の

下、理学療法の専門性に加え、身体運動

に隣接する他分野から「応用力（DP４）」

の学修をより深めるモデル 

履修モデル②：共生社会の理解の下、理学

療法の専門性に加え、「組織における経営・

マネジメント（DP５）」の学修をより深める

モデル

このモデルは、医療施設等での労働環境

【理学療法学科の履修モデル】 

理学療法の専門知識を修得し、多様な

生活者の QOL の維持・向上に関する知見を

身に付け、その知識を基に新しいサービス

の企画に関わる能力を育成するモデル 

（追加） 

理学療法の専門知識を修得し、多様な

生活者の QOL の維持・向上に関する知見を

身に付け、その知識を基に新しいサービス

の企画に関わる能力を育成するモデル 

理学療法の専門知識を修得し、組織の

経営・マネジメントの知識を身に付け実務

リーダーを目指すモデル

（追加） 

基礎科目 

職業専門科目 

【必修】９科目（13） 

【選択】4 科目（7）：スポーツボランティアⅠ（2）、スポーツボランティア 

Ⅱ（1）、コミュニケーション論（2）、健康科学（2） 

【必修】66 科目（101） 

展開科目 
(必修
14) 

統合分野
（1） 

【必修】1 科目（1）：共生社会の展開と実践（１） 

隣接他分
野（11） 

【必修】３科目（５）：共生福祉論（2）、身体障害への支援システム工学Ⅰ 

（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（２）

【選択必修】４科目（６）：コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ（2）、コー

チングの理論とスポーツとの連携Ⅱ（1）、障害者の社会参加とスポーツの

教育的活用Ⅰ（2）、障害者の社会参加とスポーツの教育的活用Ⅱ（1） 

経営分野
（8） 

【必修】4 科目（8）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ

ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医療経営 

Ⅰ（2） 

総合科目 【必修】必修 4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 

基礎科目（必修 13） スポーツボランティアⅠ（2）、社会学（2）、観光学（2）、社
会人基礎力（1） 

職業専門科目 必修 62 科目（101） 

展開科目 
(必修 14) 

隣接他分野
（12） 

【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（1）、身体障害への
支援システム工学Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（1） 

【選択】ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ（2）、ユニバー
サルツーリズムと外出支援Ⅱ（1）美容ケアによる QOL の維持
向上Ⅰ（2）、美容ケアによる QOL の維持向上Ⅱ（1）、 

経 営 分  野
（8） 

【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ
ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 
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改善や組織運営の課題の解決する上で役

立つ知識や、ITの活用による業務の効率化

などに役立つ知識や能力を身に付けた、保

健医療分野の実務リーダーに有益な科目

を中心に学修する。 

（中略） 

理学療法士・作業療法士が就労し易くす

るために、持続した就労を可能にするため

に、そして一般の医療機関だけでなく、在

宅や地域での保健医療分野の機関での就

職を促すためにも、効果的・効率的な業務

の運営や労働生産性の向上、就労環境や処

遇の改善などに対応できる、経営分野の基

本的な知識を学び、組織における経営・マ

ネジメント力を身に付けた人材を育成す

るモデルである。 

履修モデル②概要：共生社会の理解の

下、理学療法の専門性に加え、「組織にお

ける経営・マネジメント（DP５）」の学修

をより深めるモデル 

＜作業療法学科の履修モデル＞ 

履修モデル①：共生社会の理解の下、作業

療法の専門性に加え、生活支援に隣接する

他分野から「応用力（DP４）」の学修をより

理学療法の専門知識を修得し、組織の経

営・マネジメントの知識を身に付け実務リ

ーダーを目指すモデル

【作業療法学科の履修モデル】 

作業療法の専門知識を修得し、多様な生

活者の QOL の維持・向上に関する知見を身

に付け、その知識を基に新しいサービスの

企画に関わる能力を育成するモデル 

基礎科目 【必修】9 科目（13） 

【選択】6 科目（７）：法学（2）、経営学（1）、社会人基礎力（1）、コミュニ

ケーション論（1）、ICT 概論（1）、情報リテラシー（1）、観光学（2） 

職業専門科目 【必修】66 科目（101） 

展開科目 
(必修
14) 

統 合 分  野
（1） 

【必修】1 科目（1）：共生社会の展開と実践（１） 

隣接他分野
（5） 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（2）、身体障害への支援システム工学 

Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（1） 

【選択必修】2 科目（３）：コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅰ（2）、

コーチングの理論とスポーツとの連携Ⅱ（1）

経 営 分  野
（14） 

【必修】4 科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医

療経営Ⅰ（2） 

【選択】3 科目（３）：実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、ビジネスの

ためのＩＴ（1）、総合事業開発（1） 

総合科目 【必修】4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 

基礎科目（必修 13） 法学（2）、経営学（1）、ICT 概論（1）、情報リテラシー（1）、
観光学（2） 

職業専門科目 必修 62 科目（101） 

展開科目 
(必修 14) 

隣接他分野
（6） 

【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（2）、身体障害への
支援システム工学Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ（1） 

経 営 分  野
（14） 

【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ
ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 

【選択】実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、実務リー
ダーのための財務会計Ⅱ（1）、ビジネスのための法律（1）、
ビジネスのためのＩＴ（1）、事業計画策定概論（2）
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深めるモデル 

このモデルは、作業療法での隣接他分野

の選択必修科目を４科目履修し、「障がい

者の日常生活支援を促進し、健康寿命の延

伸と QOLの維持向上に貢献する能力育成」

を目指す。 

（中略） 

基礎科目ではこれらの科目に関連する

科目を履修し、日常生活支援・外出支援、

そして社会参加を支援する能力を育成し、

健康寿命の延伸と QOLの維持向上に貢献す

る人材を育成する。 

履修モデル①概要：共生社会の理解の

下、作業療法の専門性に加え、生活支援

に隣接する他分野から「応用力（DP４）」

の学修をより深めるモデル 

履修モデル②：共生社会の理解の下、作業

療法の専門性に加え、「組織における経営・

マネジメント（DP５）」の学修をより深める

モデル

このモデルは、医療施設等での労働環境

改善や組織運営の課題の解決する上で役

立つ知識や、ITの活用による業務の効率化

などに役立つ知識や能力を身に付けた、保

健医療分野の実務リーダーに有益な科目

（追加） 

作業療法学科： 作業療法の専門知識を修

得し、組織の経営・マネジメントの知識を身

に付け実務リーダーを目指すモデル 

（追加） 

基礎科目 
【必修】９科目（13） 

【選択】4 科目（７）：観光学（２）、音楽文化論（２）、地域ボランティア論

（２）、食と健康（１）

職業専門科目 【必修】73 科目（101） 

統 合 分  野
（1） 

【必修】１科目（１）：共生社会の展開と実践（１） 

展開科目 
(必修 14) 

隣接他分野
（11） 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（２）、ユニバーサルツーリズムと外出

支援Ⅰ（２）、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ（1） 

【選択必修】4 科目（６）：美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（２）、美容

ケアによる QOL の維持向上Ⅱ（１）、音楽療法による QOL の維持向上 

Ⅰ（２）、音楽療法による QOL の維持向上Ⅱ（１） 

経 営 分  野
（8） 

【必修】４科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人

材マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健

医療経営Ⅰ（2） 

総合科目 【必修】4 科目（4） 

合計単位数 145 単位 

基礎科目（必修 13） スポーツボランティアⅠ（2）、社会学（2）、観光学（2）、社
会人基礎力（1）

職業専門科目 必修 70 科目（97） 

展開科目 
(必修 14) 

隣接他分野
（12） 

【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（1）、ユニバーサル
ツーリズムと外出支援Ⅰ（2）、ユニバーサルツーリズムと外
出支援Ⅱ（1） 
【選択】美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（2）、美容ケアによ
る QOL の維持向上Ⅱ（1）、障害児教育における学校支援Ⅰ（2）、
障害児教育における学校支援Ⅱ（1） 

経 営 分 野
（8） 

【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ
ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 
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を中心に学修する。 

（中略） 

理学療法士・作業療法士が就労し易くす

るために、持続した就労を可能にするため

に、そして一般の医療機関だけでなく、在

宅や地域での保健医療分野の機関での就

職を促すためにも、効果的・効率的な業務

の運営や労働生産性の向上、就労環境や処

遇の改善などに対応できる、経営分野の基

本的な知識を学び、組織における経営・マ

ネジメント力を身に付けた人材を育成す

るモデルである。 

履修モデル②概要：共生社会の理解の

下、作業療法の専門性に加え、「組織にお

ける経営・マネジメント（DP５）」の学修

をより深めるモデル 

基礎科目 【必修】９科目（13） 

【選択】6 科目（７）：法学（2）、経営学（1）、社会人基礎力（1）、コミュニ

ケーション論（1）、ICT 概論（1）、情報リテラシー（1）

職業専門科目 【必修】73 科目（101） 

展開科目 
(必修
14) 

統 合 分  野
（1） 

【必修】１科目（１）：共生社会の展開と実践（１） 

隣接他分野
（5） 

【必修】3 科目（５）：共生福祉論（2）、ユニバーサルツーリズムと外出支

援Ⅰ、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ（2） 

【選択必修】2 科目（３）美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（2）、美容

ケアによる QOL の維持向上Ⅱ（1） 

経 営 分  野
（14） 

【必修】4 科目（８）：実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材

マネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、保健医

療経営Ⅰ（2） 

【選択】3 科目（３）：実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、ビジネスの

ためのＩＴ（1）、総合事業開発（1） 

総合科目 【必修】４科目（４） 

合計単位数 145 単位 

基礎科目（必修 13） 法学（2）、経営学（1）、ICT 概論（1）、情報リテラシー（1）
観光学（2） 

職業専門科目 必修 70 科目（97） 

展 開 科 目
(必修 14) 

経 営 分  野
（14） 

【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ
ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 

【選択】実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、実務リー
ダーのための財務会計Ⅱ（1）、ビジネスのための法律（1）、
ビジネスのためのＩＴ（1）、事業計画策定概論（2）

隣接他分野
（6） 

【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（2）、ユニバーサル
ツーリズムと外出支援Ⅰ、ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ
（2）
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【資料７-１ 理学療法学科の履修モデル】 

履修モデル①：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、身体運動に隣接する他分

野から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 
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履修モデル②：共生社会の理解の下、理学療法の専門性に加え、「組織における経営・マ

ネジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル
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理

学
療

法
評

価
学

2
運

動
器

理
学

療
法

学
実

習
1

内
部

障
害

理
学

療
法

評
価

学
実

習
1

内
部

障
害

理
学

療
法

学
2

9
運

動
療

法
学

総
論

1
神

経
理

学
療

法
評

価
学

実
習

1
神

経
理

学
療

法
学

2
義

肢
装

具
学

2
内

部
障

害
理

学
療

法
学

実
習

1

1
0

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
2

神
経

理
学

療
法

学
実

習
1

義
肢

装
具

学
実

習
1

小
児

理
学

療
法

学
2

1
1

基
礎

理
学

療
法

評
価

学
実

習
1

検
査

・
測

定
実

習
2

高
齢

者
理

学
療

法
学

2
健

康
寿

命
の

延
伸

1

1
2

見
学

実
習

1
生

活
環

境
学

1
在

宅
医

療
・
介

護
の

推
進

1

1
3

地
域

連
携

学
1

地
域

理
学

療
法

学
1

6
科

目
6

1
2
科

目
1
3

9
科

目
1
2

1
1
科

目
1
7

1
3
科

目
1
6

1
3
科

目
1
9

2
科

目
1
6

2
科

目
2

1
共

生
社

会
の

展
開

と
実

践
1

2 1
共

生
福

祉
論

2
身

体
障

害
へ

の
支

援
シ

ス
テ

ム
工

学
Ⅰ

2
身

体
障

害
へ

の
支

援
シ

ス
テ

ム
工

学
Ⅱ

1

2
コ

ー
チ

ン
グ

の
理

論
と

ス
ポ

ー
ツ

と
の

連
携

Ⅰ
2

コ
ー

チ
ン

グ
の

理
論

と
ス

ポ
ー

ツ
と

の
連

携
Ⅱ

1

1
実

務
リ

ー
ダ

ー
の

た
め

の
経

営
戦

略
論

2
実

践
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

戦
略

2
保

健
医

療
経

営
Ⅰ

2
総

合
事

業
開

発
1

2
組

織
・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
2

ビ
ジ

ネ
ス

の
た

め
の

IT
1

3
実

務
リ

ー
ダ

ー
の

た
め

の
財

務
会

計
Ⅰ

1

4
科

目
7

2
科

目
3

3
科

目
6

2
科

目
2

1
科

目
1

1
科

目
1

1
理

学
療

法
研

究
基

礎
ゼ

ミ
ナ

ー
ル

Ⅰ
1

理
学

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

1
理

学
療

法
研

究
卒

業
ゼ

ミ
ナ

ー
ル

Ⅰ
1

理
学

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

1

1
科

目
1

1
科

目
1

1
科

目
1

1
科

目
1

1
6
科

目
2
0

1
9
科

目
2
4

1
3
科

目
1
8

1
4
科

目
2
3

1
6
科

目
1
9

1
5
科

目
2
1

3
科

目
1
7

4
科

目
4

4
4

4
1

4
0

2
1

運
動

学
Ⅱ

ス
ポ

ー
ツ

理
学

療
法

学
実

習

総
合

科
目

区
分

基 礎 科 目

小
計

職 業 専 門 科 目 小
計

展 開 科 目

統
合

分
野

隣
接

他
分

野

組 織 の 経

営 ・ マ ネ ジ

メ ン ト 小
計

7
科

目

小
計

合
計

1
4
6

3
5
科

目
2
7
科

目
3
1
科

目
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 【資料７-２ 作業療法学科の履修モデル】 

履修モデル①：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、生活支援に隣接する他分

野から「応用力（DP４）」の学修をより深めるモデル 

1
年

次
前

期
単

位
1
年

次
後

期
単

位
2
年

次
前

期
単

位
2
年

次
後

期
単

位
3
年

次
前

期
単

位
3
年

次
後

期
単

位
4
年

次
前

期
単

位
4
年

次
後

期
単

位

1
敬

心
に

お
け

る
共

生
論

1
実

務
英

会
話

1
観

光
学

2

2
心

理
学

2
チ

ー
ム

ワ
ー

ク
概

論
1

3
社

会
学

2
統

計
学

2

4
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

論
1

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

論
2

5
職

業
倫

理
1

6
建

築
・
ま

ち
づ

く
り

2

7
音

楽
文

化
論

2

8
食

と
健

康
1

8
科

目
1
2

4
科

目
6

1
科

目
2

1
解

剖
学

Ⅰ
1

解
剖

学
Ⅱ

1
機

能
解

剖
学

1
運

動
学

実
習

1
小

児
科

学
2

公
衆

衛
生

学
1

総
合

実
習

Ⅰ
9

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅱ
1

2
生

理
学

Ⅰ
1

解
剖

学
実

習
1

生
理

学
実

習
1

運
動

生
理

学
1

老
年

医
学

2
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅰ

2
総

合
実

習
Ⅱ

9
作

業
療

法
管

理
学

Ⅱ
1

3
作

業
療

法
学

概
論

1
生

理
学

Ⅱ
1

運
動

学
Ⅱ

1
精

神
医

学
2

薬
理

学
1

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅰ

1
地

域
作

業
療

法
学

実
習

1

4
基

礎
作

業
学

演
習

Ⅰ
1

運
動

学
Ⅰ

1
病

理
学

1
神

経
内

科
学

2
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

1
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

Ⅱ
1

地
域

実
習

2

5
作

業
療

法
管

理
学

Ⅰ
1

人
間

発
達

学
1

整
形

外
科

学
2

救
急

救
命

の
基

礎
1

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅰ

1
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

Ⅲ
1

6
体

験
実

習
Ⅰ

1
臨

床
心

理
学

2
内

科
学

2
高

次
脳

機
能

作
業

療
法

評
価

学
1

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅱ

1
精

神
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

1

7
体

験
実

習
Ⅱ

1
栄

養
学

1
作

業
療

法
学

各
論

1
日

常
生

活
活

動
作

業
療

法
評

価
学

1
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

Ⅲ
1

発
達

障
害

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

8
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

1
身

体
機

能
作

業
療

法
評

価
学

1
評

価
実

習
Ⅰ

2
精

神
機

能
作

業
療

法
治

療
学

1
高

齢
期

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

9
地

域
福

祉
論

1
精

神
機

能
作

業
療

法
評

価
学

1
評

価
実

習
Ⅱ

3
発

達
障

害
作

業
療

法
治

療
学

1
高

次
脳

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

1
0

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

1
発

達
障

害
作

業
療

法
評

価
学

1
高

齢
期

作
業

療
法

治
療

学
1

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

1
1

作
業

療
法

評
価

学
概

論
1

高
齢

期
作

業
療

法
評

価
学

1
高

次
脳

機
能

作
業

療
法

治
療

学
1

日
常

生
活

活
動

支
援

治
療

学
実

習
1

1
2

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学
1

健
康

寿
命

の
延

伸
1

1
3

日
常

生
活

活
動

支
援

治
療

学
1

在
宅

医
療

・
介

護
の

推
進

1

1
4

地
域

作
業

療
法

学
1

就
労

支
援

論
1

1
5

生
活

環
境

学
1

7
科

目
7

1
1
科

目
1
2

1
1
科

目
1
3

9
科

目
1
4

1
4
科

目
1
6

1
5
科

目
1
6

2
科

目
1
8

4
科

目
5

1
共

生
社

会
の

展
開

と
実

践
1

2 1
共

生
福

祉
論

2
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ

ズ
ム

と
外

出
支

援
Ⅰ

2
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
ツ

ー
リ

ズ
ム

と
外

出
支

援
Ⅱ

1

2
美

容
ケ

ア
に

よ
る

Q
O

L
の

維
持

向
上

Ⅰ
2

美
容

ケ
ア

に
よ

る
Q

O
L
の

維
持

向
上

Ⅱ
1

3
音

楽
療

法
に

よ
る

Q
O

L
の

維
持

向
上

Ⅰ
2

音
楽

療
法

に
よ

る
Q

O
L
の

維
持

向
上

Ⅱ
1

1
実

務
リ

ー
ダ

ー
の

た
め

の
経

営
戦

略
論

2
実

践
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

戦
略

2
保

健
医

療
経

営
Ⅰ

2

2
組

織
・
人

材
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
の

理
論

と
実

践
2

3

3
科

目
6

1
科

目
2

4
科

目
8

3
科

目
3

1
科

目
1

1
作

業
療

法
研

究
基

礎
ゼ

ミ
ナ

ー
ル

Ⅰ
1

作
業

療
法

研
究

基
礎

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

1
作

業
療

法
研

究
卒

業
ゼ

ミ
ナ

ー
ル

Ⅰ
1

作
業

療
法

研
究

卒
業

ゼ
ミ

ナ
ー

ル
Ⅱ

1

1
科

目
1

1
科

目
1

1
科

目
1

1
科

目
1

1
5
科

目
1
9

1
8
科

目
2
4

1
3
科

目
1
7

1
3
科

目
2
2

1
8
科

目
2
0

1
7
科

目
1
8

3
科

目
1
9

5
科

目
6

4
3

3
9

3
8

2
5

小
計

総
合

科
目

区
分

基 礎 科 目

小
計 小

計

8
科

目

職 業 専 門 科 目 小
計

合
計

1
4
5

3
3
科

目
2
6
科

目
3
5
科

目

展 開 科 目

統
合

分
野

隣
接

他
分

野

組
織

の
経

営
・
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

【資料７-２】 
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【履修モデル②：共生社会の理解の下、作業療法の専門性に加え、「組織における経営・

マネジメント（DP５）」の学修をより深めるモデル】

1
年

次
前

期
単

位
1
年

次
後

期
単

位
2
年

次
前

期
単

位
2
年

次
後

期
単

位
3
年

次
前

期
単

位
3
年

次
後

期
単

位
4
年

次
前

期
単

位
4
年

次
後

期
単

位

1
敬

心
に

お
け

る
共

生
論

1
実

務
英

会
話

1
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

論
2

2
心

理
学

2
チ

ー
ム

ワ
ー

ク
概

論
1

IC
T
概

論
1

3
社

会
学

2
統

計
学

2

4
リ

ー
ダ

ー
シ

ッ
プ

論
1

経
営

学
1

5
職

業
倫

理
1

6
建

築
・
ま

ち
づ

く
り

2

7
法

学
2

8
社

会
人

基
礎

力
1

9
情

報
リ

テ
ラ

シ
ー

1

9
科

目
1
3

4
科

目
5

2
科

目
3

1
解

剖
学

Ⅰ
1

解
剖

学
Ⅱ

1
機

能
解

剖
学

1
運

動
学

実
習

1
小

児
科

学
2

公
衆

衛
生

学
1

総
合

実
習

Ⅰ
9

地
域

共
生

の
た

め
の

連
携

活
動

Ⅱ
1

2
生

理
学

Ⅰ
1

解
剖

学
実

習
1

生
理

学
実

習
1

運
動

生
理

学
1

老
年

医
学

2
地

域
共

生
の

た
め

の
連

携
活

動
Ⅰ

2
総

合
実

習
Ⅱ

9
作

業
療

法
管

理
学

Ⅱ
1

3
作

業
療

法
学

概
論

1
生

理
学

Ⅱ
1

運
動

学
Ⅱ

1
精

神
医

学
2

薬
理

学
1

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
Ⅰ

1
地

域
作

業
療

法
学

実
習

1

4
基

礎
作

業
学

演
習

Ⅰ
1

運
動

学
Ⅰ

1
病

理
学

1
神

経
内

科
学

2
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

医
学

1
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

Ⅱ
1

地
域

実
習

2

5
作

業
療

法
管

理
学

Ⅰ
1

人
間

発
達

学
1

整
形

外
科

学
2

救
急

救
命

の
基

礎
1

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅰ

1
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

Ⅲ
1

6
体

験
実

習
Ⅰ

1
臨

床
心

理
学

2
内

科
学

2
高

次
脳

機
能

作
業

療
法

評
価

学
1

身
体

機
能

作
業

療
法

治
療

学
Ⅱ

1
精

神
機

能
作

業
療

法
治

療
学

実
習

1

7
体

験
実

習
Ⅱ

1
栄

養
学

1
作

業
療

法
学

各
論

1
日

常
生

活
活

動
作

業
療

法
評

価
学

1
身

体
機

能
作

業
療

法
治

療
学

Ⅲ
1

発
達

障
害

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

8
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

概
論

1
身

体
機

能
作

業
療

法
評

価
学

1
評

価
実

習
Ⅰ

2
精

神
機

能
作

業
療

法
治

療
学

1
高

齢
期

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

9
地

域
福

祉
論

1
精

神
機

能
作

業
療

法
評

価
学

1
評

価
実

習
Ⅱ

3
発

達
障

害
作

業
療

法
治

療
学

1
高

次
脳

機
能

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

1
0

基
礎

作
業

学
演

習
Ⅱ

1
発

達
障

害
作

業
療

法
評

価
学

1
高

齢
期

作
業

療
法

治
療

学
1

日
常

生
活

活
動

作
業

療
法

治
療

学
実

習
1

1
1

作
業
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（是正事項） 全学共通 

【教育課程等】 

８． 【全体計画審査意見１４の回答について】 

＜総合科目の履修設定が不明確＞ 

各専攻における総合科目の設定の考え方が示されたが、各専攻で大きく異なる考え方とな

っている。異なる職業資格であるものの同一学部に設置する学科での人材養成における妥

当性や当該職業資格に係る資質・能力の修得の観点から、妥当性を明確にすること。 

（対応） 

■理学療法学科

理学療法学科では、３月補正申請時に総合科目に４科目のゼミナールを配置していた。

「理学療法研究基礎ゼミナールⅠ」は、理学療法卒業ゼミナールに向けて、テーマの選定、

論文の探索方法、論文構成を学修し、論文内容を理解できるようにする科目、「理学療法研

究基礎ゼミナールⅡ」は、理学療法諸領域における課題を探求し、文献検索による情報収集、

適切な手法の選択・設定を中心に展開する科目である。 

「理学療法研究卒業ゼミナールⅠ」は、理学療法研究基礎ゼミナールⅠ及びⅡで修得した

知識や技能を活用し、自らの研究テーマに沿って実験・調査などによる研究を実施する科目

であり、「理学療法研究卒業ゼミナールⅡ」は、自らの研究テーマや研究の意義、研究計画

の立案から、文献検索などの情報収集方法、統計学的分析などを演習し、理学療法研究を実

践する科目である。 

■作業療法学科

作業療法学科では、実習の振り返りを行う「作業療法学セミナーⅠ」「作業療法学セミナ

ーⅡ」「作業療法学セミナーⅢ」及び研究立案の方法や論理的考察について学び研究課程の

一連の流れを学修する「作業療法研究Ⅰ」「作業療法研究Ⅱ」の５科目で構成していた。 

審査意見を受け、作業療法学科に「（仮称）作業療法総合演習Ⅰ」「（仮称）作業療法総合

演習Ⅱ」を必修科目として追加した。これらは、理学療法学科と同様に、「健康寿命の延伸」

と「在宅医療・介護の推進」について総合的に学ぶ科目である。 

一方、３月補正申請時に設定した「作業療法学セミナーⅠ」「作業療法学セミナーⅡ」「作

業療法学セミナーⅢ」は、実習の振り返りを行う科目であることから、職業専門科目に新規

科目を追加しその科目内で学修し、これら３科目は総合科目から削除した。 

また、「作業療法研究Ⅰ」「作業療法研究Ⅱ」は、自らの研究テーマについて学修する科目

であり、科目の考え方は理学療法学科と同じであることから、名称を「作業療法研究卒業ゼ

ミナールⅠ・Ⅱ」とした。また、「作業療法研究卒業ゼミナールⅠ・Ⅱ」を学修するには、

研究計画の立案、文献検索、統計分析など研究を実施するにあたっての知識や考え方につい
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て学修する必要があることから、理学療法学科と同様に「作業療法研究基礎ゼミナールⅠ・

Ⅱ」を設置した、総合科目はゼミナール４科目とした。 

以上のように科目構成の考え方を修正し、総合科目の科目構成を、両学科ともに、それぞ

れの専門領域における課題を探求し、文献検索による情報収集、適切な手法の選択・設定を

中心に展開する「基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」、自らの研究テーマを設定し、研究計画の立案か

ら研究の実施までを行う「卒業研究ゼミナールⅠ・Ⅱ」とし、総合科目の両学科の考え方・

科目構成を統一した。 

図表 ８-１ 総合科目の科目構成 

理学療法学科 作業療法学科 

３ 月 補

正 申 請

時 

理学療法研究基礎ゼミナールⅠ 

理学療法研究基礎ゼミナールⅡ 

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ 

理学療法研究卒業ゼミナールⅡ 

作業療法学セミナーⅠ 

作業療法学セミナーⅡ 

作業療法学セミナーⅢ 

作業療法研究Ⅰ 

作業療法研究Ⅱ 

今 回 申

請 

理学療法研究基礎ゼミナールⅠ 

理学療法研究基礎ゼミナールⅡ 

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ 

理学療法研究卒業ゼミナールⅡ 

作業療法研究基礎ゼミナールⅠ 

作業療法研究基礎ゼミナールⅡ 

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ 

作業療法研究卒業ゼミナールⅡ 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（21ページ） 

実習時間は理学療法学科 900 時間、作業

療法学科 1,260 時間と、専門学校に比べ長

く、かつ実習内容とその評価方法は、より

具体的で高度なものとしている。 

（23ページ） 

「総合科目」では、卒業研究を設定した。 

（21ページ） 

実習時間は理学療法学科 900 時間、作業

療法学科 1,170 時間と、専門学校に比べ長

く、かつ実習内容とその評価方法は、より

具体的で高度なものとしている。 

（23ページ） 

「総合科目」では、臨地実務実習前後のセ

ミナーの他に、卒業研究を設定した。



131 

（34ページ） 

４）総合科目

基礎科目、職業専門科目、展開科目で

学修した知識・技術を統合し、実務リ

ーダーとして活躍できる作業療法士の

育成を図る科目を配置する。

（削除） 

  卒

業研究を通し科学的な思考過程を追求

する姿勢を身に付ける。 

（50ページ） 

（４）総合科目 

総合科目はゼミナール形式の科目とし、

必修科目・主要科目として配置し、専任の

教授・准教授が担当する。指導教員として

理学療法学科 10 名、作業療法学科 10 名を

配置し、十分な指導を行うことができる体

制とする。各ゼミナールは 10名程度の少人

数で行う。ディスカッション、発表等によ

り進める演習科目であり、１単位と設定し

た。 

（削除） 

リハビリテーション学部では総合科目に

ゼミナールを配置し、卒業研究の作成の指

導を中心に総合的な指導を行う。総合科目

では主に実務研究能力の育成を行う。保健

医療分野へ興味を抱きより多くの保健医療

分野の課題を解決する能力と資質を養うた

め、保健医療分野から理学療法・作業療法

それぞれの諸領域の具体的なテーマを設定

し、文献検索や資料の収集、仮説に基づい

た実験・調査の実施とその解析から論文作

（34ページ） 

４）総合科目

基礎科目、職業専門科目、展開科目で

学修した知識・技術を統合し、実務リ

ーダーとして活躍できる理学療法士の

育成を図る科目を配置する。

卒業研究「作業療法学セミナー」にお

いて臨地実務実習後に実習内容の振り

返りを学内で行い教育的効果を高める

と共に、「作業療法研究」において卒

業研究を通し科学的な思考過程を追求

する姿勢を身に付ける。

（46ページ） 

（４）総合科目 

総合科目はゼミナール形式の科目とし、必

修科目・主要科目として配置し、専任の教

授・准教授が担当する。指導教員として理

学療法学科 12 名、作業療法学科 15 名を配

置し、十分な指導を行うことができる体制

とする。各ゼミナールは 10 名程度の少人数

で行う。ディスカッション、発表等により

進める演習科目であり、１単位と設定した。 

①理学療法学科

（追加） 

保健医療分野へ興味を抱き、より多くの保

健医療分野の課題を解決する能力と資質を

養うため、保健医療分野から理学療法諸領

域の具体的なテーマを設定し、文献検索や

資料の収集、仮説に基づいた実験・調査の

実施とその解析から論文作成までの一連の
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成までの一連の研究過程を体験する。 

①理学療法学科

（削除） 

保健医療分野へ興味を抱きより多くの保健

医療分野の課題を解決する能力と資質を養

うため、保健医療分野から理学療法・作業

療法それぞれの諸領域の具体的なテーマを

設定し、文献検索や資料の収集、仮説に基

づいた実験・調査の実施とその解析から論

文作成までの一連の研究過程を体験する。 

②作業療法学科

作業療法学科では、総合科目にゼミナー

ルを配置し、卒業研究の作成の指導を中心

に総合的な指導を行う。基礎ゼミナール２

科目を３年次、卒業研究ゼミナール２科目

を４年次に配置した。「作業療法研究基礎ゼ

ミナールⅠ・Ⅱ」において、研究執筆の基礎

及び研究テーマについて整理する。「作業療

法研究卒業ゼミナールⅠ」で研究をまとめ

るための研究計画の立て方を中心に進め、

「作業学療法研究卒業ゼミナールⅡ」で最

終的に卒業研究としてまとめ、プレゼンテ

ーション技能についても学ぶ。 

（削除） 

研究過程を体験する。 

（追加） 

理学療法学科における総合科目の位置づけ

として、主に実務研究能力を培うために、3

年次より「理学療法研究基礎ゼミナール」

を配置し、 

保健医療分野へ興味を抱き、より多くの保

健医療分野の課題を解決する能力と資質を

養うため、保健医療分野から理学療法諸領

域の具体的なテーマを設定し、文献検索や

資料の収集、仮説に基づいた実験・調査の

実施とその解析から論文作成までの一連の

研究過程を体験する。 

②作業療法学科

（追加） 

作業療法学科では、研究手法を学び卒業

研究をまとめる「作業療法研究Ⅰ」「作業療

法研究Ⅱ」と、実習を総合的に振り返る「作

業療法学セミナーⅠ」「作業療法学セミナー

Ⅱ」「作業療法学セミナーⅢ」を配置した。 

（中略） 

作業療法学科における臨地実務実習で
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（70ページ） 

４．学位論文の作成に関連する研究活動な

どを単位として認定する場合 

リハビリテーション学部では、総合科目

にゼミナールを配置し、卒業研究の作成の

指導を中心に総合的な指導を行う。また、

基礎ゼミナール２科目を３年次、卒業研究

ゼミナール２科目を４年次に行う。 

（削除） 

これら科目の指導教員として理学療法学

科 10 名、作業療法学科 10 名を配置し、十

分な指導を行うことができる体制とする。

各ゼミナールは 10名程度の少人数で行う。

ディスカッション、発表等により進める演

習科目であり、１単位と設定した。 

は、特に「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合

実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」については、学内に

おける「講義－演習－実技実習」等を修得

した上で、その内容を臨地実務実習施設で

臨地実務実習指導者の指導・監督の下、臨

床参加型により行うことで、学内で修得し

た内容をより効果的に身につけるものと考

えている。 

（64ページ） 

４．学位論文の作成に関連する研究活動な

どを単位として認定する場合 

理学療法学科では、総合科目にゼミナー

ルを配置し、卒業研究の作成の指導を中心

に総合的な指導を行う。また、基礎ゼミナ

ール２科目を３年次、卒業研究ゼミナール

２科目を２年次に行う。 

作業療法学科では、研究手法を学び卒業

研究をまとめる「作業療法研究Ⅰ」「作業療

法研究Ⅱ」を３年次及び４年次に行い卒業

研究をまとめる。 

これら科目の指導教員として理学療法学

科 12 名、作業療法学科 15 名を配置し、十

分な指導を行うことができる体制とする。

各ゼミナールは 10名程度の少人数で行う。

ディスカッション、発表等により進める演

習科目であり、１単位と設定した。 
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（是正事項） 全学共通 

【教育課程等】 

９． 【全体計画審査意見１５の回答について】 

＜授業科目の到達目標等が不明確＞ 

科目名及び内容が見直しされた「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」については、到達目標

も見直されたが、どのような考え方に基づいて設定されているのか説明すること。また、当

該科目の基礎となる理論や概念的な内容を学ぶ科目の説明があるが、そのうち基礎科目に

配置されている「社会学」については選択科目となっており学修効果に支障がないのか明確

にすること。また、当該科目の単位数を計２単位から３単位に増加させているが、どのよう

な考え方に基づき単位数を増加させたのか明確にすること。 

（対応） 

【設定理由】 

地域共生社会や地域包括ケアシステムでは、住み慣れた地域で自分らしく暮らしてゆく

ことができるように、職種間の連携だけではなく、本人とその家族の意志決定等が重要であ

る。また、地域包括ケアシステムの構築の中で在宅医療の推進が重要な位置を占めている。 

地域包括ケアシステムでは６つの要素が挙げられており、その６つとは、「本人の選択と

本人・家族の心構え」、「すまいとすまい方」、「介護予防・生活支援」、「医療・看護」、「介護・

リハビリテーション」、「保健・福祉」である。理学療法士・作業療法士が対象者のリハビリ

テーションを行う過程において、全ての要素に関わりを持ちながら進めており重要な位置

にあるといえる。 

今後、在宅医療を推進していく上で、医療職だけではなく、医療職以外の職種の人々や行

政の担当者、地域で関わる人々など、様々な人々と連携・協力していく必要がある。そのた

めには、対象者や家族を含めた支援者のニーズや社会・経済的背景などを含めた状況把握が

重要である。 

本科目は、理学療法士・作業療法士として地域で障がい者や高齢者への支援をするために

必要な知識を学び、課題解決能力を育成する科目として設定した。 

「地域共生のための連携活動Ⅰ」では、支援をする人々のニーズや課題を把握することが

重要であることから、支援を必要とする多様な対象者について、関連する法制度や地域の

様々な支援施設や機関を含めて学び、課題解決に必要な知識を学修する。地域でその人らし

く暮らしたいと望む人々を支援するためには、対象者の年齢や障害の種類だけでなく、経済

状況・家族環境・住宅環境など様々な情報を収集することが必要であることを理解する。そ

のような多様な課題に応じた法制度が整備されていること、そして本人だけでなく家族を

含めたニーズに対応するために様々な専門職が関わり、活動していることを理解する。 
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「地域共生のための連携活動Ⅱ」では、「地域共生のための連携活動Ⅰ」で学修した知識

や理解を元に、実際に大学周辺でのフィールドワークを行う。その地域の保健医療の現状や

支援を必要とする人々のニーズや課題を把握し、課題解決のための方法等の理解と定着を

図る。 

このように、講義により地域で活動していくための知識を修得し、演習のフィールドワー

クやグループワークを通じ、連携・協力して課題解決につなげる姿勢や能力を育成する科目

として設定した。 

【選択科目の必修化】 

本人と家族の意思決定等を理解する上で、現代社会における家族のあり方を学ぶ必要が

ある。審査意見を受け、「社会学」を選択科目として設定した場合の学修効果を検討した結

果、必修科目として設定した。 

「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」では、本人とその家族のあり方や定義を学修した上

で、学びを深めていく。選択科目の場合、未履修者においては、家族に対する基本的な考え

方がない状態で履修することになり、学修効果が薄いと言える。そこで、選択科目から必修

科目に修正することにより、「家族の基本的定義、形態、構造、機能を把握し、現代的意義」

を学修した上で「地域共生のための連携活動」を学ぶ。 

また、「建築・まちづくり」も選択科目として配置しているが、「社会学」同様、「住み慣

れた地域で自分らしく暮らしていく」の考え方を学修するため、選択科目から必修科目に修

正した。 

【単位増加】 

３月申請時にはⅠとⅡの演習２科目を設定していたが、基本的な考え方を学修せずに演

習を行っても、知識がないため、学修効果は非常に薄い。そこでⅠの授業形態を演習（１単

位）から講義（２単位）に修正し、基本的な考え方を履修した上で学修することにより、「Ⅱ」

の演習の基本的な考え方になるようにした。 

（新旧対照表）教育課程等の概要 

新 旧 

社会学 １前  必修 ２単位 

建築・まちづくり １前  必修 ２単

位 

社会学 １前・後 選択 ２単位 

建築・まちづくり １前・後 選択 ２単

位 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（22ページ） 

具体的には必修科目として職業倫理、リー

ダーシップ論、社会学、統計学、チームワー

ク論などを配置するとともに、 

 

（36ページ） 

[必修科目] 

〇敬心における共生論、〇心理学、社会学、

実務英会話    ※〇：主要科目 

 

（37ページ） 

「建築・まちづくり」は地域包括ケアに関

連する住まいや街づくりに関わる基礎的知

識を学修する科目であることから、必修科

目とした。 

 

[必修科目] 

建築・まちづくり、統計学 

 

（39ページ） 

このほか、理学療法士・作業療法士とし

て地域で障がい者や高齢者への支援をする

ために必要な知識と多職種連携について学

び、課題解決能力を育成する「地域共生の

ための連携活動Ⅰ」「地域共生のための連携

活動Ⅱ」を配置した。 

（22ページ） 

具体的には必修科目として職業倫理、リー

ダーシップ論、心理学Ⅱ、統計学、栄養学、

チームワーク論などを配置するとともに 

 

（36ページ） 

[必修科目] 

〇敬心における共生論、〇心理学Ⅰ、実務

英会話、心理学Ⅱ ※〇：主要科目 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

[必修科目] 

統計学、栄養学 

 

（38ページ） 

このほか、多職種連携について学ぶ「地

域共生のための連携活動Ⅰ」「地域共生のた

めの連携活動Ⅱ」を配置した。 
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（是正事項） 全学共通 

【教員組織等】 

１０． 【全体計画審査意見１7の回答について】 

＜専任教員の担当単位数の妥当性が不明確＞ 

専任要因の担当単位数が過大との指摘に対して、「年間担当開講数 12を目安に」に担当科目

の調整を行ったとしているが、専任教員の中には兼担教員としての担当分を示して、教育負

担が過重となっていないこと及び研究活動に支障がないことを明確にすること。 

（対応） 

審査意見を真摯に受け止め、専任教員の担当開講数について、確認を行った。 

その結果、兼担分を除き、全ての専任教員が、目安である「年間担当開講数 12」以内に設

定されていることを確認した。しかし、兼担分を含めると、12 を大きく超えている教員が

１名いることが判明した。 

今回の審査意見に対応する中で、一部のカリキュラムに変更が生じており、改めて担当科

目の調整を行うこととなったが、年間担当開講数が兼担分を加えても 12※を大きく超えな

い（多くても、１ないし２程度のオーバーに収める）ように配慮しつつ再設定を行った。 

※例えば、前期開講数６、後期開講数６、年間担当開講数 12 の場合、週１日研究日が付与されるため、

週４日間の担当授業は６コマ。 

再設定の結果、下記の通り、専任教員 55人中 51人が年間担当開講数 12以内、55人全員

が 12.9 となり、研究活動に支障のない環境整備を担保できたと考えている。 

尚、専門職大学は１つの授業を 40人以下で開講するため、80人学科は同じ授業を２回行

う。つまり、科目数が開講数の２分の１となり、教員の授業準備の負担は、科目数と開講数

が同数の場合と比較して大きく軽減されることになる。 

図表 １０-１ 専任教員の年間担当開講数の分布 

年間担当開講数 理学療法学科 作業療法学科 合計人数（構成比） 

12以下 25人 26人 51人（96.4％） 

12.1～12.9 2人 2人 4人 （3.6％） 

13以上 0人 0人 0人   （0％） 

計 27人 28人 55人 （100％） 

【資料 10-１】 専任教員の時間割表（理学療法学科） 

【資料 10-２】 専任教員の時間割表（作業療法学科） 
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【資料 10-１】 専任教員の時間割表（理学療法学科） 

※ １開講数＝１コマ（90分）×15回 ※ (オ)：オムニバス方式

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限

【OT】

リハビリテー

ション医学

(前半)②

【OT】

敬心における

共生論

(前半)②

リハビリテー

ション医学

(前半)②

敬心における

共生論

(前半)①
1時限

2時限

【OT】

リハビリテー

ション医学

(前半)①

【OT】

敬心における

共生論

(前半)①

リハビリテー

ション医学

(前半)①

敬心における

共生論

(前半)②
2時限

3時限
【OT】

スポーツボラ

ンティアⅡ
3時限

【OT】

スポーツボラ

ンティアⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
内部障害理

学療法評価

学②
1時限

内部障害理

学療法学実

習①

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
内部障害理

学療法評価

学①

内部障害理

学療法評価

学実習②

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

内部障害理

学療法学②

内部障害理

学療法学①

3時限
内部障害理

学療法評価

学実習①
3時限

内部障害理

学療法学実

習②

健康寿命の

延伸②（オ）

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限
健康寿命の

延伸①（オ）

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
【OT】

生理学実習

②

生理学Ⅰ①
【OT】

生理学Ⅰ①
1時限

【OT】

生理学Ⅱ②

2時限
【OT】

生理学実習

①

生理学Ⅰ②
【OT】

生理学Ⅰ②
2時限 生理学Ⅱ② 生理学Ⅱ①

【OT】

生理学Ⅱ①

3時限 3時限
生理学実習

②

生理学実習

①

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 解剖学Ⅰ② 1時限 解剖学Ⅱ① 解剖学Ⅱ②

2時限 解剖学Ⅰ① 2時限
解剖学実習

①

解剖学実習

②

3時限
【OT】

生物学
3時限

4時限 生物学 4時限

5時限 5時限 生物学
【OT】

生物学

10

5

開

講

／

9

単

位

照井 直人

12
－－－－－
【科目数】

6
12

6

開

講

／

6

単

位

田畑 稔

12.2
－－－－－
【科目数】

9
16.2

6

開

講

／

8

単

位

研究日

会議 会議

会議

研究日

研究日
6.2

開

講

／

8.2

単

位

研究日

会議 会議

会議

研究日 研究日

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　

1

開

講

／

１

単

位

6

開

講

／

6

単

位

6

開

講

／

8

単

位

五十嵐 広明

10
－－－－－
【科目数】

5
14

4

開

講

／

6

単

位

研究日

会議

会議

陶山 哲夫

6
－－－－－
【科目数】

5

後　期

評価実習
総合実習

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

見学実習
検査・測定実習
地域実習

臨地実務実習

1

2

4

5

【資料 10-１】  
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
神経理学療

法評価学①
1時限

神経理学療

法学実習②

神経理学療

法学実習①

2時限
神経理学療

法評価学実

習①
2時限

神経理学療

法学②

神経理学療

法学①

3時限
神経理学療

法評価学②
3時限

健康寿命の

延伸②（オ）

4時限
神経理学療

法評価学実

習②
4時限

5時限 5時限
健康寿命の

延伸①（オ）

備考 備考

1時限
義肢装具学

①

基礎理学療

法概論②
1時限

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
義肢装具学

実習①

基礎理学療

法概論①
2時限

基礎理学療

法評価学①

3時限
義肢装具学

②
3時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ

義肢装具学

実習②
4時限

基礎理学療

法評価学②

5時限 5時限

備考 備考

2 16

2

開

講

／

16

単

位

備考 備考

1時限

薬理学

(前半)①

公衆衛生学

(後半)①

1時限
【OT】

公衆衛生学

(前半)

内科学②

2時限

薬理学

(前半)②

公衆衛生学

(後半)②

2時限
【OT】

公衆衛生学

(前半)②

内科学①

3時限
【OT】

内科学②
3時限

健康寿命の

延伸②（オ）

4時限
【OT】

内科学①
4時限

【OT】

健康寿命の

延伸①（オ）

5時限 5時限
【OT】

健康寿命の

延伸②（オ）

健康寿命の

延伸①（オ）

備考 備考

6

開

講

／

1

0

単

位

7.6
－－－－－
【科目数】

7

14.6

12
－－－－－
【科目数】

8

16

4

開

講

／

8

単

位

研究日

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

4.2

開

講

／

6.2

単

位

研究日

会議

研究日

研究日

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　

沼田 憲治

佐久間 肇

灰田 信英

8.2
－－－－－
【科目数】

5

12.2

4

開

講

／

6

単

位

後　期

評価実習
総合実習

会議

研究日

研究日

会議 会議

会議

6

開

講

／

6

単

位

3.6

開

講

／

6.6

単

位

臨地実務実習

3

4

5
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

運動学Ⅰ② 運動学Ⅱ②
運動療法学

総論②

2時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

運動療法学

総論①
運動学Ⅱ①

3時限 運動学Ⅱ② 3時限

4時限 運動学Ⅱ① 4時限 運動学Ⅰ①

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限 5時限

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
リハビリテー

ション概論

（後半）①
1時限

運動器理学

療法学①

【OT】

リハビリテー

ション概論②

(後半)

2時限
リハビリテー

ション概論

（後半）②
2時限

運動器理学

療法学②

【OT】

リハビリテー

ション概論①

(後半)

3時限
運動器理学

療法評価学

②
3時限

健康寿命の

延伸②（オ）

4時限
運動器理学

療法評価学

①

障害者の社

会参加とス

ポーツの教

育的活用Ⅱ

4時限

5時限 5時限

障害者の社

会参加とス

ポーツの教

育的活用Ⅰ

健康寿命の

延伸①（オ）

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

物理療法学

実習②

2時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

物理療法学

②

3時限 3時限
物理療法学

①

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限
（PO合同）

チームワー

ク概論(前半)

5時限 5時限
物理療法学

実習①

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

大矢 暢久

8.5
－－－－－
【科目数】

7

11

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

見学実習
検査・測定実習
地域実習

11.2
－－－－－
【科目数】

8

18.2

2

開

講

／

2

単

位

12
－－－－－
【科目数】

8

12

通

年

4

開

講

／

4

単

位

研究日

研究日

会議

岩本 浩二

研究日

見学実習
検査・測定実習
地域実習

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　

5.2

開

講

／

9.2

単

位

鳥居 昭久

後　期

評価実習
総合実習

評価実習
総合実習

評価実習
総合実習

会議 会議

会議

会議

見学実習
検査・測定実習
地域実習

8

開

講

／

8

単

位

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

研究日 研究日

4

開

講

／

7

単

位

研究日

6.5

開

講

／

9

単

位

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

6

7

8
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
基礎理学療

法評価学実

習①

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

3時限 3時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限
基礎理学療

法評価学実

習②

5時限 5時限

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
スポーツ理

学療法学実

習②

スポーツ理

学療法学実

習①
1時限

2時限 2時限
日常生活

活動学実習

①

日常生活

活動学実習

②

3時限 3時限
スポーツ

理学療法学

実習②

4時限 4時限
スポーツ

理学療法学

実習①

5時限 健康科学
【OT】

健康科学
5時限

【OT】

健康科学
健康科学

備考

1

開

講

／

1

単

位

備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
運動器理学

療法評価学

実習①
2時限

3時限 3時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限
予防理学療

法

運動器理学

療法評価学

実習②
4時限

5時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
5時限

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

武井 圭一

森本 晃司

4

開

講

／

6

単

位

5

開

講

／

6

単

位

15

加藤 剛平

7
－－－－－
【科目数】

6

8

6
－－－－－
【科目数】

5

6

11
－－－－－
【科目数】

5

2

開

講

／

2

単

位

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日
2

開

講

／

2

単

位

研究日

研究日

会議

会議

会議

アスレティックリハビリテーション　3学年後期末に集中講義

6

開

講

／

8

単

位

見学実習
検査・測定実習
地域実習

見学実習
検査・測定実習
地域実習

研究日

会議

研究日

会議

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

評価実習
総合実習

評価実習
総合実習

評価実習
総合実習

研究日

見学実習
検査・測定実習
地域実習

4

開

講

／

4

単

位

会議

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

9

10

11
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 ※ 1時限
理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

運動学実習

①

2時限 2時限
運動学実習

②

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

4時限 4時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限
理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ

地域連携学

(前半)②/

地域連携学

(後半)①

5時限

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
運動生理学

①
1時限

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
理学療法研

究法②

運動生理学

②

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

3時限
理学療法研

究法①
3時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

3

開

講

/

3

単

位

備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
生活環境学

(後半)①

高齢者理学

療法学②
1時限

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

2時限
生活環境学

(後半)②

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
2時限

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

4時限
高齢者理学

療法学①
4時限

（PO合同）

チームワー

ク概論(前半)

5時限 5時限

備考 備考

3 4 備考

3

開

講

/

4

単

位

備考

会議

※

研究日

会議

田中 直樹

7.2
－－－－－
【科目数】

7

8.2

富田 義人

3

開

講

／

4

単

位

6

開

講

／

6

単

位

5

開

講

／

8

単

位

清宮 清美

11
－－－－－
【科目数】

8

11

8.3
－－－－－
【科目数】

8

11.8

見学実習
検査・測定実習
地域実習

見学実習
検査・測定実習
地域実習

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

会議

3.3

開

講

／

3.8

単

位

会議

研究日

※

※ 研究日

会議

研究日

2

開

講

／

2

単

位

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

評価実習
（※5/8(月)・5/9(火)・5/10(水)・5/11(木)・5/16(火)   巡回）
総合実習
（※6/26(月)・6/27(火)・6/28(水)・6/29(木)・7/4(火)・7/5（水） 巡回）

評価実習
総合実習

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

見学実習
検査・測定実習
地域実習

4.2

開

講

／

4.2

単

位

リハビリテーション医療工学　3学年後期末に集中講義
（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

11

12

13



143 

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 ※ 1時限
日常生活

活動学①

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

理学療法研

究卒業ゼミ

ナールⅡ

日常生活

活動学②

2時限
理学療法

研究基礎ゼ

ミナールⅠ
2時限

3時限
スポーツボラ

ンティアⅠ
3時限

在宅医療・介

護の推進①

（オ）

スポーツボラ

ンティアⅡ

4時限
【OT】

スポーツボラ

ンティアⅠ
4時限

理学療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限
スポーツボラ

ンティアⅡ
5時限

スポーツボラ

ンティアⅠ

【OT】

スポーツボラ

ンティアⅠ

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限
理学療法管

理学Ⅰ

(前半)②
1時限

理学療法管理

学Ⅱ(前半)②

地域理学療法

学(後半)②

在宅医療・介

護の推進②

（オ）

（PO合同）

地域共生の

ための連携

活動Ⅱ

理学療法管

理学Ⅱ

(前半)

①

2時限
理学療法管

理学Ⅰ

(前半)①
2時限

地域理学療

法学Ⅱ

(後半)①

（PO合同）

地域共生の

ための連携

活動Ⅱ

（PO合同）

地域共生の

ための連携

活動Ⅱ

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

（PO合同）

地域共生の

ための連携

活動Ⅱ

4時限 4時限

5時限 5時限

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

/

4

単

位

備考

1時限 1時限
在宅医療・介

護の推進②

（オ）

小児理学療

法学②

2時限 2時限
小児理学療

法学①

3時限 3時限
在宅医療・介

護の推進①

（オ）

4時限 4時限

5時限 5時限

備考 備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

杉山 真理

5

開

講

／

7

単

位

1

開

講

／

2

単

位

大塚 幸永

12.2
－－－－－
【科目数】

9
18.2

5.4
－－－－－
【科目数】

5

8.4

理学療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

研究日

評価実習
（※5/8(月)・5/10(水)・5/17(水)　巡回）
総合実習
（※6/26(月)・6/28(水)・7/5（水）　巡回）

評価実習
総合実習

評価実習
総合実習

見学実習
検査・測定実習
地域実習

会議

会議

2.2

開

講

／

4.2

単

位

会議

見学実習
検査・測定実習
地域実習

佐藤 政広

会議

7.2

開

講

／

11.2

単

位

4.4

開

講

／

6.4

単

位

研究日

会議

研究日※ 研究日

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

見学実習
検査・測定実習
地域実習

研究日

研究日

2.2
－－－－－
【科目数】

2

4.2

開

講

な

し

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

14

15

16
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限

2時限 2時限

【OT】

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅠ

3時限

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅡ

3時限

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅠ

4時限 4時限

5時限

【OT】

手話による聴

覚障害者との

コミュニケー

ションⅡ

5時限

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限
実務リーダー

のための経営

戦略論②

【OT】

実務リーダー

のための経営

戦略論①

4時限 4時限
実務リーダー

のための経営

戦略論①

【OT】

実務リーダー

のための経営

戦略論②

5時限 5時限

1時限 1時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅰ

①

2時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅱ

①

2時限

3時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅱ

②

【OT】

ICT概論

(前半)
3時限

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅰ

②

4時限

【OT】

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅱ

ICT概論

(後半)
4時限

【OT】

身体障害へ

の支援シス

テム工学Ⅰ

5時限
ICT概論

【PT】前半

【OT】後半
5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限 ※ 1時限 統計学①
【OT】

統計学①

2時限 2時限 統計学②
【OT】

統計学②

3時限
【OT】

統計学序論
3時限

4時限 統計学序論 統計学序論 4時限

5時限
【OT】

統計学序論
5時限

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

研究日

会議

研究日

研究日

研究日

会議

有薗 暢子

4
－－－－－
【科目数】

2

6

2

開

講

／

2

単

位

8
－－－－－
【科目数】

4

16

会議

研究日

五嶋 裕子

4

開

講

／

8

単

位

江幡 真史

開

講

な

し

4
－－－－－
【科目数】

2

8

2

開

講

／

4

単

位

4

開

講

／

8

単

位

3

開

講

／

6

単

位

4

開

講

／

8

単

位

研究日

※

研究日

会議

会議

会議 会議

研究日

見学実習
検査・測定実習
地域実習

※

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

評価実習
（※5/8(月)・5/9(火)・5/12(金)　巡回)
総合実習
（※6/26(月)・6/27(火)・6/30(金)   巡回）

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

10
－－－－－
【科目数】

7

西澤 達夫 15

会議

5

開

講

／

7

単

位

臨地実務実習

17

20

21

23
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 ※ 1時限
地域共生の

ための連携

活動Ⅰ①

（PO合同）

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

2時限 2時限
運動器理学

療法学実習

①

（PO合同）

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

3時限 3時限

4時限 4時限
地域共生の

ための連携

活動Ⅰ②

5時限 5時限
運動器理学

療法学実習

②

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限 ※ 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

1時限 ※ 1時限

2時限 2時限

3時限
コーチングの

理論とスポー

ツとの連携Ⅱ
3時限

4時限 4時限
コーチングの

理論とスポー

ツとの連携Ⅰ

5時限 5時限

備考

2

開

講

/

2

単

位

備考

5 20

2

開

講

／

16

単

位

備考

3

開

講

／

4

単

位

備考

研究日 ※

※ ※ 研究日 ※

会議

研究日

会議

見学実習
検査・測定実習
地域実習

評価実習
（※5/8(月)・5/10(水)・5/11(木)・5/12(金)・5/17(水)  巡回）
総合実習
（※6/26(月)・6/28(水) ・6/29(木)・6/30（金）・7/5(水)  巡回）

見学実習
検査・測定実習
地域実習

研究日

※

会議

重國 宏次

有本 邦洋

開

講

な

し

研究日 ※

4.8
－－－－－
【科目数】

3

5.6

会議

中村 泰規

開

講

な

し

0
－－－－－
【科目数】

0

0

4.8

開

講

／

5.6

単

位

開

講

な

し

評価実習
（※5/9(火)・5/10(水)・5/12(金)・5/16(火) ・5/17(水) 巡回）
総合実習
（※6/26(月)・6/27(火)・6/28(水)・6/30(金)・7/4(火) ・7/5（水）  巡回）

※

※

見学実習
検査・測定実習
地域実習

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

研究日

※ ※

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

4
－－－－－
【科目数】

3

5

1

開

講

／

1

単

位

評価実習
（※5/8(月)・5/10(水)・5/11(木)・5/12(金)・5/17（水）   巡回）
総合実習
（※6/26(月)・6/28(水)・6/29(木)・6/30(金)・7/5(水)   巡回）

研究日

会議

会議

1

開

講

/

2

単

位

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

18

24

25
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
実践マーケ

ティング戦略

①
1時限

2時限
実践マーケ

ティング戦略

②
2時限

3時限
経営学

(前半/後半)
3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

会議

研究日

会議

担当教員名
開講数

【科目数】
単位数

前　期　 後　期

宮地 恵美子

5
－－－－－
【科目数】

3

8

3

開

講

／

6

単

位

開

講

な

し

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

19
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【資料 10-２】 専任教員の時間割表（作業療法学科） 

【資料 10-２】  

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
高齢期作業

療法評価学

②

作業療法学

各論①
1時限

2時限
作業療法学

各論②
2時限

3時限
高齢期作業

療法評価学

①
3時限

作業療法評

価学概論①

作業療法評

価学概論②

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
機能解剖学

①
解剖学Ⅰ① 1時限

解剖学実習

①

2時限
機能解剖学

②
解剖学Ⅰ② 2時限

解剖学実習

②

3時限 3時限 解剖学Ⅱ②

4時限 4時限 解剖学Ⅱ①

5時限 5時限

1時限 1時限
【PT】

共生福祉論

②

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ①（オ）

【PT】

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ➀（オ）

2時限 2時限
地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ②（オ）

3時限 3時限
共生福祉論

①

共生福祉論

②

【PT】

共生福祉論

➀

4時限 4時限

【PT】

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ②（オ）

5時限 5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限
精神機能作

業療法治療

学①

精神機能作

業療法評価

学①
1時限

精神機能作

業療法治療

学実習②

2時限
精神機能作

業療法治療

学②

精神機能作

業療法評価

学②
2時限

精神機能作

業療法治療

学実習➀

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限
【PT】

国際関係論

(前半)
3時限

4時限
国際関係論

(前半)
4時限

5時限 5時限
国際関係論

【PT】(前半)

【OT】(後半)

山田　孝

6
－－－－－
【科目数】

3
6

4

開

講

／

4

単

位

佐々木　博之

8
－－－－－
【科目数】

4

8

4

開

講

／

4

単

位

埜﨑　都代子

6
－－－－－
【科目数】

3
6

4

開

講

／

4

単

位

高中　公男

2
－－－－－
【科目数】

2

4

柳澤　孝主

8.4
－－－－－
【科目数】

5

会議

2

開

講

／

2

単

位

1

開

講

／

2

単

位

1

開

講

／

2

単

位

研究日

開

講

な

し

研究日

会議

会議

研究日

会議

6.4

開

講

／

12.8

単

位

2

開

講

／

2

単

位

研究日

会議

研究日

会議

研究日

4

開

講

／

4

単

位
会議 会議

研究日

会議

研究日

会議

担当教員名

前　期　

単位数
開講数

【科目数】

14.8

後　期

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

研究日

研究日

1

3

5

1

2

※ １開講数＝１コマ（90分）×15回   ※（オ）：オムニバス方式 
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
作業療法管

理学Ⅱ➀

作業療法管

理学Ⅱ②

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

2時限 2時限
作業療法管

理学Ⅱ➀

作業療法管

理学Ⅱ②

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

3時限 3時限

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ

4時限 4時限
(PO合同)

チームワーク

概論(前半)

作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限
基礎作業学

演習Ⅰ②

基礎作業学

演習Ⅰ②

(後半)
1時限

高次脳機能作

業療法評価学

②

身体機能作業

療法治療学実

習Ⅲ①

2時限
基礎作業学

演習Ⅰ➀

基礎作業学

演習Ⅰ➀

(後半)
2時限

高次脳機能作

業療法評価学

➀

身体機能作業

療法治療学実

習Ⅲ②

3時限 3時限

4時限 4時限
在宅医療・介

護の推進②

（オ）

作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

在宅医療・介

護の推進➀

（オ）

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考

1

開

講

／

1

単

位

備考

里村　惠子

9.5
－－－－－
【科目数】

8

11

277

3

開

講

／

3

単

位

小林　毅

11.2

11.2
－－－－－
【科目数】

9

288

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

6.2

開

講

／

6.2

単

位

研究日

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

備考

4

開

講

／

20

単

位

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

会議

会議会議

備考

3

開

講

／

7

単

位

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

備考

4

開

講

／

8

単

位

会議

地域作業療法学実習

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

生活行為を支援するための環境整備　3学年後期末に集中講義

研究日

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

担当教員名

前　期　

備考

4

開

講

／

20

単

位

単位数
開講数

【科目数】

1

開

講

／

1

単

位

研究日

5.5

開

講

／

7

単

位

後　期

研究日

臨地実務実習

臨地実務実習

3

4



149 

月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
地域作業療

法学①
1時限

日常生活活動

支援治療学実

習②

生活環境学②

2時限
地域作業療

法学②
2時限

日常生活活動

支援治療学実

習①

生活環境学①

3時限 3時限

4時限 4時限
在宅医療・介

護の推進②

（オ）

(PO合同)

チームワー

ク概論(前半)

作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

在宅医療・介

護の推進①

（オ）

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限
【PT】

地域福祉論

(前半)➀
1時限

地域福祉論

②(前半)

2時限
【PT】

地域福祉論

(前半)②
2時限

地域福祉論

➀(前半)

3時限
地域ボラン

ティア論
3時限

4時限
【PT】

地域ボラン

ティア論

【PT】障害者

の社会参加と

スポーツの教

育的活用Ⅱ

4時限
地域ボラン

ティア論

5時限 5時限
【PT】

地域ボラン

ティア論

【PT】障害者

の社会参加と

スポーツの教

育的活用Ⅰ

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限
作業療法学

概論①

作業療法管

理学Ⅰ②

身体機能作業

療法治療学Ⅲ

②
1時限

2時限
作業療法学

概論②

作業療法管

理学Ⅰ①

身体機能作業

療法治療学Ⅲ

➀
2時限

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

4

開

講

／

20

単

位

会議

6

開

講

／

6

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考

8

8
－－－－－
【科目数】

4

277

佐藤　章

11.6

11.1
－－－－－
【科目数】

9

277

17

10
－－－－－
【科目数】

7

菊地（岩田）
みほ

4

開

講

／

7

単

位

4

開

講

／

8

単

位
会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

開

講

な

し

研究日

7.1

開

講

／

7.6

単

位
会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

研究日

研究日

研究日

会議

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考
評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

会議

担当教員名

前　期　

猪股　英輔

研究日

研究日

3

開

講

／

3

単

位

研究日

会議

単位数
開講数

【科目数】

後　期

臨地実務実習

臨地実務実習

5

6

7
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
身体機能作業

療法評価学② 1時限
就労支援論

①

2時限
身体機能作業

療法評価学① 2時限
就労支援論

②

3時限
日常生活活動

支援治療学②

日常生活活動

支援治療学① 3時限

4時限 4時限
健康寿命の

延伸➀（オ）

作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

健康寿命の

延伸②（オ）

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限 1時限
精神機能作

業療法治療

学実習②

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ①（オ）

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ(前半)

2時限 2時限
精神機能作

業療法治療

学実習①

地域共生のた

めの連携活動

Ⅰ②（オ）

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ(前半)

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ(前半)

3時限 3時限

(PO合同)

地域共生のた

めの連携活動

Ⅱ(前半)

4時限 4時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限
音楽療法によ

るQOLの維持

向上Ⅱ
4時限

5時限
【PT】

音楽文化論
音楽文化論 5時限

音楽療法によ

るQOLの維持

向上Ⅰ

【PT】

音楽文化論
音楽文化論

3

開

講

／

6

単

位

平野　夏子

6
－－－－－
【科目数】

4

11

3

開

講

／

5

単

位

研究日

会議 会議

研究日

星　克司

5

開

講

／

5

単

位

齋藤　久恵

1

開

講

／

1

単

位

277

4.6

開

講

／

4.6

単

位
会議

研究日

会議

研究日

研究日

会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

10.6

10.6
－－－－－
【科目数】

8

担当教員名

前　期　

単位数
開講数

【科目数】

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

9.6

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考
評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

後　期

6.8

開

講

／

7.6

単

位

研究日

会議
8.8

－－－－－
【科目数】

7

277

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考

臨地実務実習

臨地実務実習

8

9

10
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
基礎作業学

演習Ⅱ①

2時限
高齢期作業療

法治療学① 2時限
高齢期作業療

法治療学実習

①

基礎作業学

演習Ⅱ②

3時限
高齢期作業療

法治療学② 3時限
高齢期作業療

法治療学実習

②

4時限 4時限
健康寿命の

延伸➀（オ）

作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

健康寿命の

延伸②（オ）

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限 1時限
日常生活活動

作業療法評価

学①

2時限 2時限
日常生活活動

作業療法評価

学②

3時限
日常生活活動

作業療法治療

学①

日常生活活動

作業療法治療

学②
3時限

日常生活活動

作業療法治療

学実習①

4時限 4時限
健康寿命の

延伸➀（オ）

作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

健康寿命の

延伸②（オ）

日常生活活動

作業療法治療

学実習②

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限 1時限
運動学実習

②

2時限 2時限
運動学実習

①

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

会議

6.4

開

講

／

6.4

単

位

6.2

開

講

／

6.2

単

位

会議

体験実習Ⅰ
体験実習Ⅱ
総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）
総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4

開

講

／

8

単

位

秋元　美穂

3

開

講

／

3

単

位

277

4

開

講

／

20

単

位

備考

研究日

会議

3

開

講

／

3

単

位

研究日

会議

研究日

2

開

講

／

2

単

位

研究日

会議

研究日

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

研究日

会議

地域作業療法学実習
評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）
評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）
地域実習

井口　佳晴

担当教員名

前　期　

井川　大樹

単位数
開講数

【科目数】

後　期

評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

10.2

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考
評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

10.4

10.4
－－－－－
【科目数】

8

277

10.2
－－－－－
【科目数】

8

備考

2

2
－－－－－
【科目数】

1

288

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考

開

講

な

し

臨地実務実習

臨地実務実習

臨地実務実習

11

12

13
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限
運動学実習

②

2時限 2時限
運動学実習

①

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
薬理学②

(後半)

【PT】

神経内科学

②
1時限

運動生理学

①

神経内科学

①

2時限
薬理学①

(後半)

【PT】

神経内科学

➀
2時限

運動生理学

②

神経内科学

②

3時限 3時限

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
【PT】

リーダーシッ

プ論①(前半)

リーダーシッ

プ論①(前半)
1時限

【PT】

組織・人材マ

ネジメントの理

論と実践②

2時限
【PT】

リーダーシッ

プ論②(前半)

リーダーシッ

プ論②(前半)
2時限

【PT】

組織・人材マ

ネジメントの理

論と実践➀

3時限

【PT】

コーチングの

理論とスポー

ツとの連携Ⅱ

3時限
組織・人材マ

ネジメントの理

論と実践①

4時限 4時限
組織・人材マ

ネジメントの理

論と実践②

【PT】

コーチングの

理論とスポー

ツとの連携Ⅰ

5時限
(PO合同)

コミュニケー

ション論

(PO合同)

コミュニケー

ション論
5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

研究日

開

講

な

し

会議

研究日

5

開

講

／

9

単

位

研究日

5

開

講

／

10

単

位

研究日

会議

2

開

講

／

2

単

位
会議

研究日

研究日

会議

4

開

講

／

6

単

位

開

講

な

し

開

講

な

し

21

4

開

講

／

20

単

位

備考

2

288

4

開

講

／

20

単

位

備考

8
－－－－－
【科目数】

4

12

3

開

講

／

6

単

位

2
－－－－－
【科目数】

1

研究日

研究日

会議

会議

会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）

総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4

開

講

／

8

単

位

備考

地域作業療法学実習

評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）

評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）

地域実習

片岡　幸彦

畠山　久司

河邊　宗知

草野　修輔

担当教員名

前　期　

単位数
開講数

【科目数】

後　期

備考

地域作業療法学実習

評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）

評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）

地域実習

0

0
－－－－－
【科目数】

0

288

会議

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）

総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4

開

講

／

8

単

位

12
－－－－－
【科目数】

8

臨地実務実習

臨地実務実習

17

14

15

16
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
発達障害作

業療法評価

学②

発達障害作

業療法治療

学②
1時限

人間発達学

②

2時限
発達障害作

業療法評価

学①

発達障害作

業療法治療

学①
2時限

人間発達学

①

3時限 3時限
発達障害作

業療法治療

学実習②

4時限 4時限
在宅医療・介

護の推進②

（オ）

発達障害作

業療法治療

学実習①

作業療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限
作業療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

在宅医療・介

護の推進➀

（オ）

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限

【PT】

ユニバーサル

ツーリズムと

外出支援Ⅱ

1時限
ユニバーサル

ツーリズムと

外出支援Ⅰ①

2時限 2時限
ユニバーサル

ツーリズムと

外出支援Ⅰ②

3時限
ユニバーサル

ツーリズムと

外出支援Ⅱ①
3時限

4時限 観光学 観光学
ユニバーサル

ツーリズムと

外出支援Ⅱ②
4時限

【PT】

ユニバーサル

ツーリズムと

外出支援Ⅰ

5時限
【PT】

観光学

【PT】

観光学
5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限 運動学Ⅱ➀
高次脳機能

作業療法治

療学②
1時限 運動学Ⅰ➀

高次脳機能

作業療法治

療学実習②

2時限 2時限
高次脳機能

作業療法治

療学実習①

3時限
高次脳機能

作業療法治

療学①
3時限

4時限 4時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅡ

5時限
作業療法研究

基礎ゼミナー

ルⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

近野　智子

3

開

講

／

6

単

位

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

会議

研究日

会議

7

開

講

／

1

1

単

位

5

開

講

／

5

単

位

4

開

講

／

4

単

位

研究日

研究日

会議

4

開

講

／

20

単

位

備考
評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

研究日

27

研究日

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考

担当教員名

前　期　

佐々木　清子

19

12
－－－－－
【科目数】

7
若原　圭子

12
－－－－－
【科目数】

9

7

単位数
開講数

【科目数】

後　期

12.6

12.6
－－－－－
【科目数】

9

6.6

開

講

／

6.6

単

位

7

会議

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施 （PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

3

開

講

／

7

単

位

備考
評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

12

27

会議

5

開

講

／

5

単

位

研究日

会議

臨地実務実習

臨地実務実習

17

18

19
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限
身体機能作

業療法治療

学Ⅰ①

身体機能作

業療法治療

学Ⅱ①
1時限

2時限
身体機能作

業療法治療

学Ⅰ②

運動学Ⅱ②

身体機能作

業療法治療

学Ⅱ②
2時限 運動学Ⅰ②

3時限 3時限
身体機能作

業療法治療

学実習Ⅱ①

4時限 4時限
在宅医療・介

護の推進②

（オ）

身体機能作

業療法治療

学実習Ⅱ②

作業療法研

究基礎ゼミ

ナールⅡ

5時限
作業療法研

究基礎ゼミ

ナールⅠ
5時限

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

在宅医療・介

護の推進➀

（オ）

作業療法研究

卒業ゼミナー

ルⅡ(前半)

1

開

講

／

1

単

位

備考 備考

1時限
【PT】

心理学②
心理学② 1時限

臨床心理学

②

【PT】

臨床心理学

(前半)➀

2時限
【PT】

心理学➀
心理学① 2時限

臨床心理学

①

【PT】

臨床心理学

(前半)②

3時限 3時限

4時限 4時限
健康寿命の

延伸➀（オ）

5時限 5時限
健康寿命の

延伸②（オ）

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考

1時限 1時限
運動学実習

②

2時限 2時限
運動学実習

①

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限
身体機能作業

療法治療学実

習Ⅰ①

身体機能作業

療法治療学実

習Ⅰ②

研究日

会議

3

開

講

／

7

単

位

備考
評価実習Ⅰ

評価実習Ⅱ

地域実習

5.6

開

講

／

5.6

単

位

4

開

講

／

8

単

位

備考

地域作業療法学実習

評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）

評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）

地域実習

研究日

会議

会議

（PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

6

開

講

／

6

単

位

研究日

3.2

開

講

／

6.2

単

位

研究日

坂本　俊夫

会議

会議

4

開

講

／

8

単

位

開

講

な

し

会議

16.2

作業療法研究卒業ゼミナールⅠ　4学年前期末に実施

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ

総合実習Ⅱ

27

研究日

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）

総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

28

12.6

研究日

4

開

講

／

4

単

位

担当教員名

前　期　

佐藤　淳矢

9.2
－－－－－
【科目数】

6

小野寺　哲夫

12.6
－－－－－
【科目数】

10

7

単位数
開講数

【科目数】

後　期

8

4

4
－－－－－
【科目数】

2

臨地実務実習

臨地実務実習

20

21

22
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月 火 水 木 金 土 月 火 水 木 金 土

1時限 1時限

2時限 2時限

3時限 ※ ※ ※ 3時限 ※ ※ ※

4時限 4時限

5時限 5時限

1時限
実践ﾏｰｹﾃｨﾝ

ｸﾞ戦略①
1時限

2時限 2時限

3時限 3時限

4時限
実践ﾏｰｹﾃｨﾝ

ｸﾞ戦略②

経営学

(前半/後半)
4時限

5時限 5時限

備考

2

開

講

／

2

単

位

備考 （PTOT合同授業）共生社会の展開と実践　3学年後期末に集中講義

8

5
－－－－－
【科目数】

3

開

講

な

し

研究日

会議

会議

研究日

開

講

な

し

3

開

講

／

6

単

位
会議

会議

宮田　雅之

髙畑　幸弘

担当教員名

前　期　

研究日

単位数
開講数

【科目数】

後　期

4

開

講

／

20

単

位

備考

体験実習Ⅰ

体験実習Ⅱ

総合実習Ⅰ（※4/25(火)、27(木)、28(金)、5/2(火)実習巡回）

総合実習Ⅱ（※6/20(火)、22(木)、23(金)、27(火)、29(木)実習巡回）

4

開

講

／

8

単

位

備考

地域作業療法学実習

評価実習Ⅰ（※1/26(水)、27(木)、28(金)、2/2(水)、3(木)実習巡回）

評価実習Ⅱ（※2/16(水)、17(木)、18(金)、23(水)、24(木)実習巡回）

地域実習

0

0
－－－－－
【科目数】

0

288

開

講

な

し

研究日

臨地実務実習

23

24
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（是正事項） 全学共通 

【教員組織等】 

１１． 【全体計画審査意見１7の回答について】 

＜専任教員の専任性に疑義＞ 

月額基本給が少額で、かつ、担当する授業科目数及び単位数が少数で、専門職大学設置基

準に規定する専任教員として疑義があることから、妥当性を明確にすること。 

（対応） 

審査意見を真摯に受け止め、専任性に疑義のあると指摘された教員について、担当科目を

追加すると共に、月額基本給を増額する。 

当教員は、大学専任教員としての経験が豊富であり、教育指導に優れていることに加え、

大学運営に関する知見を有しており、教育・大学運営の両面で本大学の業務に従事する。 

（新旧対照表）専任性に疑義のある教員の担当科目 

新 旧 

専任 

「精神機能作業療法治療学」（講義、１単位×

２クラス） 

「精神機能作業療法評価学」（講義、１単位×

２クラス） 

「精神機能作業療法治療学実習」（実習、１単

位×２クラス） 

「精神機能作業療法治療学」（講義、１単位×

２クラス） 

「精神機能作業療法評価学」（講義、１単位×

２クラス） 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

審査意見への対応を記載した書類（７月） 

リハビリテーション学部 

理学療法学科 作業療法学科 

  



 
 

審査意見への対応を記載した書類（７月） 
リハビリテーション学部 

理学療法学科 作業療法学科 

目  次 
 

 
1．【全体計画審査意見３の回答について】 ........................................................................... 1 
＜成績評価の方法が不適切＞ 
  「客観的臨床能力試験（OSCE）」の成績評価が一括して５段階評価を行うように設定され

ているように見受けられるが、本来、本試験は臨床実習を行う臨床能力を身に付けてい

るかどうかについて、各実技の到達度を個別に判定するべきものであるため、適切に改

めること。 
2．【全体計画審査意見５の回答について】 ........................................................................... 5 
＜科目配置の区分が不適切＞ 
   各学科の「教育課程と指定規則の対比表」を踏まえると、「栄養学」と「心理学Ⅱ」は、

基礎科目ではなく職業専門科目に配置することが適切なため、修正すること。 
3．【全体計画審査意見５の回答について】 ........................................................................... 7 
＜基礎科目の時間割の設定が不明確＞ 
  「スポーツボランティアⅡ」は、２年次前期・後期に配置され、「実際にボランティア活

動を経験」する内容となっているが、どのような地域で実施するのかの説明がない。当

該科目は２年次前期・後期の５時限目に配置されているものの、ボランティア活動を行

う地域への移動に要する時間によっては、授業時間割に示された当該科目の前に配置さ

れている授業科目の履修が困難となる懸念があるため、履修に支障のない設定となって

いるのかを明確にするか、必要に応じて修正すること。 
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（是正事項） リハビリテーション学部 

 【教育課程等】 

 

１．【全体計画審査意見３の回答について】 

＜成績評価の方法が不適切＞ 

「客観的臨床能力試験（OSCE）」の成績評価が一括して５段階評価を行うように設定されている

ように見受けられるが、本来、本試験は臨床実習を行う臨床能力を身に付けているかどうかにつ

いて、各実技の到達度を個別に判定するべきものであるため、適切に改めること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、「客観的臨床能力試験（OSCE）」の成績評価について検討を行

った。 
 

OSCEは、学内で学修した知識・技術及び態度が、臨地実務実習を行うに当たり、学生が必

要とされる臨床能力を身に付けているかを、客観的に評価する手法である。 

 

OSCE の実施に当たっては、試験課題数に応じてステーションを設置する。各ステーショ

ンに模擬的臨床場面を設定し、模擬患者を配置する。学生は、模擬患者を対象者に見立て、

臨床能力に関する試験課題を実施する。 

 

OSCEの評価は、各ステーションに評価者を配置し、「評価マニュアル」に記載されている

評価基準に従って採点を行う。各試験課題の工程ごとに、評価基準に従って評価用紙に採点

結果を記入し、試験課題ごとに評価判定を行い、60％以上を合格とする。 

 

尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教員に対して、各試験課題に関する評価マニュアル

を用いて、各試験課題の工程ごとの評価基準、採点方法、記入方法等について、FD 等を利

用して、研修・確認を行うこととする。 

 

また、全試験課題終了後、OSCE を担当した全教員が集まり、評価判定が公正・公平に実

施されたかについて確認を行い、最終的な OSCE成績評価判定を行う。臨地実務実習に臨め

る段階に達していないと判定された学生に対しては、必要なレベルに達していない試験課

題について別途指導を行う。教員は学生に対し、臨地実務実習への参加が可能となるまで繰

り返し指導を行う。 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 
新 旧 

（99ページ）（理学療法学科） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

①目的 

OSCEは、学生が学内で学修した知識・

技術及び態度について、臨地実務実習

を行うに当たり必要な臨床能力として

身に付けているか客観的に評価するた

めに実施する。 

②実施方法 

OSCEの実施に当たっては、試験課題数

に応じてステーションを設置する。各

ステーションに模擬的臨床場面を設定

し、模擬患者を配置する。学生は、模擬

患者を対象者に見立て、臨床能力に関

する試験課題を実施する。 

 

OSCEの評価は、各ステーションに評価

者を配置し、「評価マニュアル」に記載

されている評価基準に従って採点を行

う。各試験課題の工程ごとに、評価基

準に従って評価用紙に採点結果を記入

し、試験課題ごとに評価判定を行い、

60％以上を合格とする。 

 

尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教

員に対して、各試験課題に関する評価

マニュアルを用いて、各試験課題の工

程ごとの評価基準、採点方法、記入方

法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 

また、全試験課題終了後、OSCE を担当

した全教員が集まり、評価判定が公正・

公平に実施されたかについて確認を行

（93ページ）（理学療法学科） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

OSCE の特徴として、ステーションと呼ば

れる連続した小部屋を設置し、各ステーシ

ョンに 一試験課題を設定する。各ステーシ

ョンには模擬的臨床場面として本物の患者

と同様の演技をするように訓練を受けた標

準模擬患者を配置し、受験者は標準模擬患

者を対象に臨床技能に関する試験課題を実

践する。各ステーションには採点者に当た

る評価者を配置して、評価マニュアルに沿

って評価用紙に採点結果を記入する。主に

学内で学修した知識と技術・技能及び態度

が、臨地実務実習実施前において統合され

実施できる段階にあるのかを事前学修とし

て行う。 
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い、最終的な OSCE 成績評価判定を行

う。臨地実務実習に臨める段階に達し

ていないと判定された学生に対して

は、必要なレベルに達していない試験

課題について別途指導を行う。教員は

学生に対し、臨地実務実習への参加が

可能となるまで繰り返し指導を行う。 

 

（削除）（作業療法学科） 

 

 

 

 

 

 

（129ページ） 

３）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

①目的 

 OSCE は、学生が学内で学修した知識・

技術及び態度について、臨地実務実習

を行うに当たり必要な臨床能力として

身に付けているか客観的に評価するた

めに実施する。 

 

②実施方法 

OSCEの実施に当たっては、試験課題数

に応じてステーションを設置する。各

ステーションに模擬的臨床場面を設定

し、模擬患者を配置する。学生は、模擬

患者を対象者に見立て、臨床能力に関

する試験課題を実施する。 

 

OSCEの評価は、各ステーションに評価

者を配置し、「評価マニュアル」に記載

されている評価基準に従って採点を行

う。各試験課題の工程ごとに、評価基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（122ページ）（作業療法学科） 

５）客観的臨床能力試験（OSCE）実施 

（５行目）OSCEの特徴として、 

（中略） 

 

（123ページ） 

図表 46：臨地実務実習までの流れ 

 

 

（追加） 
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準に従って評価用紙に採点結果を記入

し、試験課題ごとに評価判定を行い、

60％以上を合格とする。 

 

尚、OSCE実施前に、OSCEを担当する教

員に対して、各試験課題に関する評価

マニュアルを用いて、各試験課題の工

程ごとの評価基準、採点方法、記入方

法等について、FD等を利用して、研修・

確認を行うこととする。 

 

また、全試験課題終了後、OSCE を担当

した全教員が集まり、評価判定が公正・

公平に実施されたかについて確認を行

い、最終的な OSCE 成績評価判定を行

う。臨地実務実習に臨める段階に達し

ていないと判定された学生に対して

は、必要なレベルに達していない試験

課題について別途指導を行う。教員は

学生に対し、臨地実務実習への参加が

可能となるまで繰り返し指導を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



5 
 

（是正事項） リハビリテーション学部 

 【教育課程等】 

 

２．【全体計画審査意見５の回答について】 

＜科目配置の区分が不適切＞ 

各学科の「教育課程と指定規則の対比表」を踏まえると、「栄養学」と「心理学Ⅱ」は、基礎科

目ではなく職業専門科目に配置することが適切なため、修正すること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、「栄養学」ならびに「心理学Ⅱ」の科目区分について再検討を行

った。 
専門職大学の「基礎科目」は、生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自

立を図るために必要な能力を育成するための授業科目であり、卒業要件は 20 単位以上と定

められている。 
「栄養学」、「心理学Ⅱ」を基礎科目として配置していたが、審査意見を踏まえ、「専攻に

係る特定の職業において必要とされる理論的かつ実践的な能力及び当該職業の分野全般に

わたり必要な能力を育成するための授業科目」と定めた専門職大学設置基準第十三条第二

項の職業専門科目に規定に該当することから「職業専門科目」に配置することが適当である

と判断し、職業専門科目に配置するよう変更した。 
また、科目区分の見直し両科目とも、全般的な内容からリハビリテーション職として必要

な知識を修得するための授業内容に改め、「講義、２単位」から「講義、１単位」に変更し

た。 
 
〇栄養学 
（２単位から１単位に変更した理由） 

 

〇心理学Ⅱ 

（２単位から１単位に変更した理由） 

（科目名称を「心理学Ⅱ」から「臨床心理学」に変更した理由） 

 

〇心理学Ⅰ 

（科目名称を「心理学Ⅰ」から「心理学」に変更した理由） 
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（新旧対照表）教育課程等の概要 
新 旧 

心理学  心理学Ⅰ 

 

臨床心理学 

職業専門科目 

疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進 

１後 必修 １単位 

 

心理学Ⅱ 

基礎科目 

 

１後 必修 ２単位 

 

 

栄養学 

職業専門科目 

疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進 

１後 必修 １単位 

 

 

栄養学 

基礎科目 

 

１後 必修 ２単位 

 
 
 
 

（新旧対照表）教育課程等の概要 
新 旧 

（36ページ） 

[必修科目] 
〇敬心における共生論、〇心理学、社会学、

実務英会話    ※〇：主要科目 
 

（37ページ） 

（36ページ） 

[必修科目] 
〇敬心における共生論、〇心理学Ⅰ、実務

英会話、心理学Ⅱ ※〇：主要科目 

 

（37ページ） 

（削除） 

 

 

 

[必修科目] 
建築・まちづくり、統計学 
 

「栄養学」は保健医療専門職として学ぶ

べき基礎的知識であることから、必修科目

とした。 
 

[必修科目] 

統計学、栄養学 
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（是正事項） リハビリテーション学部 

 【教育課程等】 

 

３．【全体計画審査意見５の回答について】 

＜基礎科目の時間割の設定が不明確＞ 

「スポーツボランティアⅡ」は、２年次前期・後期に配置され、「実際にボランティア活動を経

験」する内容となっているが、どのような地域で実施するのかの説明がない。当該科目は２年次

前期・後期の５時限目に配置されているものの、ボランティア活動を行う地域への移動に要する

時間によっては、授業時間割に示された当該科目の前に配置されている授業科目の履修が困難

となる懸念があるため、履修に支障のない設定となっているのかを明確にするか、必要に応じて

修正すること。 

（対応） 

 審査意見の指摘を受け、実際にボランティア活動する地域、実施方法等を下記のように

明確にした。 
 
＜ボランティア活動について＞ 
本科目では、２回のボランティア参加を予定している。 
１回目は、スポーツ連携団体（日本障がい者スポーツ協会）と連携し、東京・埼玉・横

浜で実施される障がい者スポーツ大会に、ボランティアとして参加する。 
２回目は、地域活動におけるボランティア活動として、地域クラブチーム、介護予防教

室、体力測定会、中高等学校での部活動のサポート等のボランティアを予定している。こ

ちらは、本学がある江東区を始め、東京都内での活動を予定している。 
 
  学外でのボランティア活動を実施する場合、時間割に設定されていない時間帯（土日祝）

に授業時間を振り替えておこなう予定である。 
 
 

 

（新旧対照表）シラバス：スポーツボランティアⅡ 
 

新 旧 

授業概要 

スポーツボランティア活動の現状を調べると

ともに、実際にボランティア活動を体験する。

その体験の中から、ボランティアの役割と意

授業概要 

スポーツボランティア活動の現状を調べると

ともに、実際にボランティア活動を体験する。

その体験の中から、ボランティアの役割と意
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義、イベントや組織の運営方法・システムづ

くりを学ぶ。さらに、多くの関係者・仲間と

協働する経験をもち、専門職として必要とさ

れるコミュニケーション能力と社会性を身に

つける。また、障がいのある人がスポーツや

レクリエーションを安全に楽しむためには、

既存のルールや用具をどのように工夫したら

よいかを実技を通して学ぶ。 

 

到達目標 

①ボランティア活動前の準備および体験を通

した学びから、社会性とコミュニケーション

能力を養う。 

②スポーツ分野におけるボランティア活動の

目的・意義・役割を理解できる。 

③ボランティア活動を通じて、障がい当事者

とのふれあいの中から様々な立場・価値観・

生き方があることを知り、共生社会について

理解を深める。 

 

講義内容 

■５回目 

【テーマ】 

活動の実際 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動１-１ 障

害者スポーツ大会（東京・埼玉・横浜） 

【予習】 

参加するイベントの概要及び自身の役割につ

いて確認しておく 

【復習】 

活動内容を整理し、まとめておく 

 

■６回目 

【テーマ】 

活動の実際 

義、イベントや組織の運営方法・システムづ

くりを学ぶ。さらに、多くの関係者・仲間と

協働する経験をもち、専門職として必要とさ

れるコミュニケーション能力と社会性を身に

つける。 

（追加） 

 

 

 
到達目標 

①ボランティア活動前の準備および体験を通

した学びから、社会性とコミュニケーション

能力を養う。 

②スポーツ分野におけるボランティア活動の

目的・意義・役割を理解できる。 

③ボランティア活動を通じて、様々な立場・

価値観・生き方があることを知り、共生社会

について理解を深める。 

 

 

講義内容 

■５回目 

【テーマ】 

活動計画 

【授業内容】 

ボランティア活動計画の作成（リサーチ、活

動内容、留意点等） 

【予習】 

配布された資料を熟読し、理解を深めておく

こと 

【復習】 

授業内容および疑問点をまとめておくこと 

 

■６回目 

【テーマ】 

活動計画 
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【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動１-２障

害者スポーツ大会（東京・埼玉・横浜） 

【予習】 

参加するイベントの概要及び自身の役割につ

いて確認しておく 

【復習】 

活動内容を整理し、まとめておく 

 

■７回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動１-３障

害者スポーツ大会（東京・埼玉・横浜） 

 

■８回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動１-４障

害者スポーツ大会（東京・埼玉・横浜） 

 

■９回目 

【テーマ】 

まとめ 

【授業内容】 

活動報告資料作成、活動報告プレゼンテーシ

ョン 

【予習】 

活動内容を整理し、まとめておく 

【復習】 

イベントへの参加を通じて、自身におけるボ

ランティア活動の位置づけを考える 

 

■10 回目 

【テーマ】 

活動計画２ 

【授業内容】 

 

【授業内容】 

ボランティア活動計画の作成（リサーチ、活

動内容、留意点等） 

【予習】 

配布された資料を熟読し、理解を深めておく

こと 

【復習】 

授業内容および疑問点をまとめておくこと 

 

■７回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

 

 

■８回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

 

 

■９回目 

【テーマ】 

活動の実際 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

 

【予習】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

【復習】 

活動内容を整理し、まとめておく 

 

 

■10 回目 

【テーマ】 

活動の実際 

【授業内容】 
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ボランティア活動計画の作成（リサーチ、活

動内容、留意点等） 

【予習】 

配布された資料を熟読し、理解を深めておく

こと 

【復習】 

授業内容および疑問点をまとめておくこと 

 

■11 回目 

【授業内容】 

地域活動におけるボランティア活動２-１（地

域クラブチーム、介護予防教室・体力測定会、

部活動のサポート等） 

 

■12 回目 

【授業内容】 

地域活動におけるボランティア活動２-２（地

域クラブチーム、介護予防教室・体力測定会、

部活動のサポート等） 

 

■13 回目 

【授業内容】 

地域活動におけるボランティア活動２-３（地

域クラブチーム、介護予防教室・体力測定会、

部活動のサポート等） 

 

■14 回目 

【テーマ】 

活動の実際 

【授業内容】 

地域活動におけるボランティア活動２-４（地

域クラブチーム、介護予防教室・体力測定会、

部活動のサポート等） 

【予習】 

参加するイベントの概要及び自身の役割につ

いて確認しておく 

スポーツ大会でのボランティア活動 

【予習】 

参加するイベントの概要及び自身の役割につ

いて確認しておく 

 

【復習】 

活動内容を整理し、まとめておく 

 

■11 回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

 

 

 

■12 回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

 

 

 

■13 回目 

【授業内容】 

スポーツ大会でのボランティア活動 

 

 

 

■14 回目 

【テーマ】 

活動報告資料作成 

【授業内容】 

活動報告資料作成 

 

 

【予習】 

活動内容を整理し、まとめておく 
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【復習】 

活動内容を整理し、まとめておく 

 

 

■15 回目 

【授業内容】 

活動報告資料作成、活動報告プレゼンテーシ

ョン 

 

 

【復習】 

イベントへの参加を通じて、自身におけるボ

ランティア活動の位置づけを考える 

 

■15 回目 

【授業内容】 

活動報告プレゼンテーション 

 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

審査意見への対応を記載した書類（３月） 

リハビリテーション学部 全学共通 

  



 
 

審査意見への対応を記載した書類（3 月） 
リハビリテーション学部 全学共通 
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＜授業科目の到達目標等が不明確＞ 
 地域共生や地域包括ケアに貢献できる人材養成を掲げているが、「地域共生のための多職

種連携Ⅰ・Ⅱ」について、具体的にどのような資質・能力を身に付けさせるのか不明確

であるため、到達目標を明確にすること。また、現在の科目内容が、事例を学ぶ内容に

偏っているため、教育効果の観点から、多職種連携に関わる理論や概念的な内容を学ぶ

科目を配置した上で本科目を履修するなど、教育の体系性を担保するよう修正すること。

さらに、養成する人材像を踏まえ、多職種連携に関わる科目が各 1 単位で計 2 単位の設

定で十分なのかどうかを明確にするか修正すること。 
16．【全体計画審査意見 16 の回答について】 ................................................................... 119 
＜主要授業科目への教員配置が不明確＞ 
 主要授業科目への教員配置の以下を是正すること。 



 
 

（1）教員の配置計画の説明において、「教育上主要な授業科目には専任の教授もしくは准教

授を配置した」としているが、基本科目等の区分ごとに、養成する人材像と 3 つのポリ

シーとの関係性を踏まえ、教育上主要な授業科目及びその考え方を具体的に示すこと。

 ........................................................................................................................................ 119 
（2）リハビリテーション学科の理学療法専攻の臨地実務実習科目に専任の教授又は准教授

が配置されていないが、当該科目は専門職大学制度において主要な授業科目であるため、

専任の教授又は准教授を配置すること。 ..................................................................... 125 
17．【全体計画審査意見 17 の回答について】 .................................................................. 126 
＜専任教員の担当単位数が過大＞ 
 専任教員のうち、年間担当単位数が過大な者が多数見受けられるため、教育の質保証のみ

ならず、研究に要する時間の確保が懸念される。教員の過大な年間担当単位数を是正し

た上で、専任教員ごとに担当単位数、開講数が分かる時間割を作成し、専任教員の年間

担当単位数が適正となり教育研究に支障がないことを明確にすること。 
18．【全体計画審査意見 18 の回答について】 .................................................................. 127 
＜展開科目の専任教員の配置の考え方が不明確＞ 
 展開科目の各領域に専任の教授又は准教授が配置されていない領域や、領域によっては

専任教員自体が配置されていないものがあり、養成する人材像に照らして適切な教員配

置となっているのか疑義があるため、展開科目における教員組織体制の考え方を明確に

するか修正すること。 
19．【全体計画審査意見 19 の回答について】 .................................................................. 130 
＜設置計画の一層の充実＞ 
 教員の年齢構成が比較的高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、今後の

採用計画など教員組織編制の将来構想の明確化が望まれるので、対応方針について回答

すること。 
20．【全体計画審査意見 20 の回答について】 .................................................................. 131 
＜学修成果の評価方法が不明確＞ 
 面接審査において、ディプロマ・ポリシーに掲げた資質・能力の評価に当たって、学内で

ガイドラインを策定する旨の説明があったが、当該ガイドラインを示した上で適切な評

価方法となっていることを明確にすること。 
21．【全体計画審査意見 21 の回答について】 .................................................................. 134 
＜大学名称の妥当性が不明確＞ 
 大学名称を「東京専門職大学」とする理由として、公私協力方式、ダイバーシティ、将来

は関連学科等の設置を予定していることなどを理由としているが、専門職大学の教育研

究上の目的に照らして適切であると判断できないため、専門職大学及び当該専攻分野に

関わる教育研究上の目的を踏まえた妥当性を明確にするか修正すること。 
22．【全体計画審査意見 22 の回答について】 .................................................................. 136 



 
 

＜教育課程連携協議会の委員資格が不明確＞ 
教育課程連携協議会の以下について是正すること。 
（1）教職員区分については、各学科の教育課程の編成に責任を有する各学科の専攻分野に

関わる専任教員が配置されていないため、修正すること。 ........................................ 136 
（2）教育課程連携協議会の職業区分の記載されている 3 名の委員のうち、1 名については、

当該区分の法令上の要件である当該資格の実務経験を有している者かどうか確認できな

いため、明確にするか修正すること。 ......................................................................... 136 
23．【全体計画審査意見 23 の回答について】 .................................................................. 138 
＜研究室が不十分＞ 
研究室の以下の点を是正すること。 
（1）基本計画書と設置の趣旨等を記載した書類における研究室数が整合していないため修

正すること。 ................................................................................................................. 138 
（2）共同研究室のスペースが極めて狭隘であり、専任教員が教育のみならず研究に取り組

む環境として不十分であるため修正すること。 .......................................................... 138 
（3）研究室の具体的な仕様が示されていないため、各専任教員が取り組む研究領域を踏ま

え、どのような研究手法をとり、それに必要な環境（研究用実験室や研究用機器、機密

情報の管理などを含む）が整備されていることを明確にするか修正すること。 ....... 138 
（4）共同研究室を利用する多数の専任教員が、教育研究上のプライバシーに配慮した個人

面談等を行うスペースの確保や教育研究上の機密情報の管理を行う環境が整備されてい

るのかを明確にするか修正すること。 ......................................................................... 138 
24．【全体計画審査意見 24 の回答について】 .................................................................. 141 
＜学生控室及び自習室の内容が不明確＞ 
学生控室等の以下を是正すること。 
（1）学生控室と自習室について、収容定員を踏まえた席数や施設環境（機器やパーテーシ

ョンなどの設備を含む）となっているのかを明確にすること。 ................................. 141 
（2）「工事計画」において、学生控室は平成 33 年 3 月に「改修工事を実施する」とされ、

開設時点で整備されない計画となっている。このため、学生控室が整備されるまでの間、

学生の大学での生活上支障がないかどうか明確にすること。また、学生控室の竣工時期

を明確にすること。 ...................................................................................................... 141 
25．【全体計画審査意見 25 の回答について】 .................................................................. 142 
＜図書等の内容が不明確＞ 
図書等の以下の点を是正すること。 
（1）図書は、3 つの専攻（理学療法、作業療法、介護福祉）として、10,777 冊整備するな

どとしているが、教育研究上十分な内容となっているのか懸念されるため、各専攻分野

の図書、学術雑誌、電子ジャーナルについて、教育研究上の必要性の観点から十分な内

容及び冊数であることを明確にするか修正すること。................................................ 142 



 
 

（2）基本計画書では、開学時に 10,777 冊の図書を整備するとなっているが、設置の趣旨等

を記載した書類において、「教育課程の内容に沿って、教育研究に支障のないよう、完成

年度までに順次整備する」と記載され整合していないため修正すること。 ............... 142 
（3）図書等一覧が示されているが、発行年度の表示がなく整備される図書等が学生及び教

員の今後の教育研究活動に資するのか不明であるため、発行年度を示し適切な整備計画

であることを明確にするか修正すること。 .................................................................. 142 
26．【全体計画審査意見 26 の回答について】 .................................................................. 145 
＜教授会規程が不十分＞ 
教授会規程の以下の点を是正すること。 
（1）教授会規程に定足数に関する規定はあるが、議決に関する規定がなく適切に運営され

るのか懸念されるため修正すること。 ......................................................................... 145 
（2）学則と教授会規程に記載されている構成員の説明に齟齬があるため修正すること。

 ....................................................................................................................................... 145 
27．【全体計画審査意見 27 の回答について】 .................................................................. 147 
＜体育館等の代替措置が不明確＞ 
体育館等の代替措置の以下を是正すること。 
（1）専門職大学設置基準第 44 条第 1 項では、「原則として体育館その他のスポーツ施設を

備えるとともに、なるべく運動場を設けるものとする」と規定されているが、第 2 項の

代替措置は「体育館その他のスポーツ施設」を設けない場合の規定であるが、設置の趣

旨等を記載した書類では「運動場に関わる代替措置」として記載されているため修正す

ること。 ........................................................................................................................ 147 
（2）代替措置として利用計画を締結する近隣の公共施設について、市民等の利用も想定さ

れるところ、実質的に学生の利用ができるのか不明であるため、どの程度の利用を想定

しているのかを明らかにして、十分な利用が可能であることを明確にすること。 .... 147 
（3）運動場の代替措置として、近隣の公共施設と利用契約を締結するとあるが、法令上規

定されている学生の利用に際しての経済的負担の軽減が十分図られているか不明である

ため明確にするか修正すること。 ................................................................................ 147 
28．【全体計画審査意見 28 の回答について】 .................................................................. 150 
＜留学生試験の内容が不十分＞ 
 「留学生試験」において、面接で日本語能力を評価するとされているが、面接のみをもっ

て入学後に授業等を適切に理解できる日本語能力を評価することができるのか懸念され

るため、客観的に日本語能力を評価できる入学試験の内容に修正すること。 
29．【全体計画審査意見 29 の回答について】 .................................................................. 151 
＜社会人入試の内容が不明確＞ 
 「社会人入試」は、小論文と面接で行うとされているが、小論文では、「高等学校で得た

基礎学力を前提に、課題に対する理解力、論理的思考力、表現力等を評価する」となっ



 
 

ている。入学後の学修の前提となる学力をどのようにして評価できるのか不明であるた

め、想定される小論文試験の出題方針などを明確にし、「社会人入試」の質が担保されて

いるかどうかを明確にすること。 
30．【全体計画審査意見 30 の回答について】 .................................................................. 153 
＜授業運営の方法が不明確＞ 
 時間割では、基礎科目において 611 大教室で 2 学科 3 専攻の学生をまとめて授業するも

のが見受けられる。選択科目であるものの 40 人を超える履修希望者が出た場合に授業

をどのように行うのかを明確にすること。 
31．【全体計画審査意見 31 の回答について】 .................................................................. 155 
＜授業時間割等が不明確＞ 
講義室等の以下の点を是正すること。 .............................................................................. 155 
（1）32 年度前期時間割において専門職大学 CW1 年と専門学校 ST2 が同曜日、同時間帯

に同じ 201 教室を使う計画となっているため、適切な時間割となっているのか懸念され

るため、教育課程全体を検証した上で修正すること。................................................ 155 
（2）33 年度時間割において、講堂で授業を行うものが多数あるが、完成年度において教室

等が十分なのか懸念されるため、専門学校を含め十分な教室等があることを明確にする

こと。 ............................................................................................................................ 155 
32．【全体計画審査意見 32 の回答について】 .................................................................. 156 
＜書類不備＞ 
認可申請書類に多数の誤字等があるため修正すること。 
【学科再編成に伴う提出書類について】 .......................................................................... 157 
 医療福祉学部 リハビリテーション学科 理学療法専攻 夜間コース、医療福祉学部 リハ

ビリテーション学科 作業療法専攻 夜間コース、医療福祉学部 福祉介護イノベーション

学科取り下げに伴う提出書類の対応について。 
【施設、設備等の整備計画】 ............................................................................................. 159 
 図書室閲覧席、情報処理室、実習室等の整備計画 



1 

（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

1．【全体計画審査意見 1の回答について】 

＜専門職大学としての設置の趣旨が不明確＞ 

専門職大学と専門学校との違いとして、人材養成の目的や教育課程について説明されてい

るが、主として制度の違いの説明にとどまっており、教育課程をはじめとした本学の具体的

な設置計画が既設の専門学校とどう質的に異なるのか違いが不明確である。このため、専門

職大学の設置の趣旨・必要性を明確にするとともに、大学において開設する授業科目として

の到達目標や教育水準等の設定の専門学校との違い及びその違いを踏まえた専門職大学に

おける学修の質をどのように確保・充実させるのかを明確にする。 

（対応） 

 審査意見の指摘である、本学の具体的な設置計画が既設の専門学校とどのように違いが

あるのか不明確、という指摘に対して、以下の流れで説明を行う。 
まず、【専門職大学と専門学校との違い】を、「人材養成の目的」「教育課程」「教員組織」

の３つの観点から述べる。 
次に、【専門職大学の設置の趣旨・必要性】【専門学校との授業科目の到達目標・教育水準

の違い及び学修の質の確保・充実】を、10 月申請時点の「設置の趣旨を記載した書類」で

設置の背景として示した、「①専門学校を取り巻く社会変化」「②少子高齢化と保健医療分野

の人材不足」「③家族構成、家族形態の変化」「④健康寿命の延伸」「⑤在宅医療の推進」「⑥

組織における経営・マネジメント能力の向上」の６つの観点から、専門学校との違いを示し

ながら説明する。 
 

【専門職大学と専門学校との違い】 
■人材養成の目的 
＜専門学校の人材養成の目的＞ 
 日本リハビリテーション専門学校の目的は、学則に「学校教育法及び理学療法士作業療法

士養成施設指定規則」に基づき医療・福祉・保健に関する基礎知識と専門技術を学び、深い

人間愛に基づく奉仕の精神をもった理学療法士、作業療法士を育成し、社会に貢献すること

を目的とする」とあり、資格取得のために専ら構成されたカリキュラムにより、即戦力とな

る理学療法士・作業療法士の養成を目的としている。 
＜専門職大学の人材養成の目的＞ 
 専門職大学は、高度な実践力、すなわち理論にも裏付けられた高度な実践力を強みとして、

専門業務を牽引できる人材、および豊かな創造力、すなわち変化に対応して、新たなモノや

サービスを創り出すことができる人材の養成を目的としている。 
東京保健医療専門職大学は、経験と理論に裏付けられた知識と技術に基づいた高度な実
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践力を有し専門業務を牽引できる人材、及び社会や医療等のニーズの変化に対応して、新た

なモノやサービスを創り出すことができる豊かな創造的応用力、展開力を有する人材とし

ての理学療法士・作業療法士の養成を目的としている。このような能力の育成は、専門学校

では教育の目的となっていない。 
 

■教育課程 
＜専門学校の教育課程＞ 

日本リハビリテーション専門学校は、理学療法士及び作業療法士の養成課程として１課

程（医療技術専門課程）、理学療法学科昼間部・夜間部、作業療法学科昼間部・夜間部の４

学科で構成され、教育科目は、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則」に基づいて

いる。2020 年（平成 32 年）４月１日から施行される「理学療法士作業療法士養成施設指導

ガイドライン」（平成 30 年 10 月５日医政発 1005 号第１号都道府県知事宛本職通知）によ

ると、理学療法士養成施設・作業療法士養成施設共に、「基礎分野」（14 単位）、「専門基礎

分野」（30 単位）、「専門分野」（57 単位）であり、専門分野のうち臨床実習は、理学療法士

養成施設は（20 単位）、作業療法士養成施設は（22 単位）である。その内容は、国家資格の

取得のための専門知識及び技術の修得を目指す教育科目により構成されている。 
 

＜専門職大学の教育課程＞ 
専門職大学は、「基礎科目」、「職業専門科目」、「展開科目」、及び「総合科目」での 4 つの

科目で構成されている。東京保健医療専門職大学では、「基礎科目」「展開科目」で選択科目

が設定されており学生の自主的な学修意欲を促す要因になると思われる。 
リハビリテーション学部理学療法学科・作業療法学科では、国家資格を取得するための教

育科目の設定を含め、専門職大学の教育目的である高度な実践力と豊かな創造力を有する

理学療法士・作業療法士を養成するために、理学療法学科では、基礎科目 20 単位、職業専

門科目 101 単位、展開科目 20 単位、総合科目 4 単位、合計 145 単位、作業療法学科では基

礎科目 20 単位、職業専門科目 97 単位、展開科目 20 単位、総合科目 5 単位、合計 142 単

位の教育課程を設定している。 
「基礎科目」は、生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自立を図るため

に必要な能力を育成するための授業科目である。他人を敬う心の大切さを踏まえ敬心学園

の理念を理解する「敬心における共生論」を主要科目として配置し、共生社会、QOL（Quality 
of life、生活の質）の維持・向上についての基本を学ぶ。また「心理学Ⅰ」を主要科目に設

定し、人の心に関する基礎的な学修を行う。専門分野を学ぶうえでの基礎的な能力を高める

科目、社会人・職業人としての基本的能力を養う科目を配置する。具体的には必修科目とし

て職業倫理、リーダーシップ論、心理学Ⅱ、統計学、栄養学、チームワーク論などを配置す

るとともに、生物学、社会学、法学などの科目を選択科目として設定し、学生の自主的学修

を促すようにしている。 
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「職業専門科目」は、各学科に対応する国家資格取得のための基準を満たすように設定さ

れている。更に専門職大学に相応しい専門性の高い理論科目と演習・実習科目を配置してあ

る。解剖学、生理学などの基礎医学系をはじめ、人間発達学、リハビリテーション医学のほ

か、神経内科学、整形外科学、内科学、老年医学、小児科学などの臨床医学系の科目を配置

している。特に関連する科目において、在宅医療の推進・健康寿命の延伸に関連する内容を

含め、理学療法・作業療法関連科目は、概論に始まり、管理学、評価学、治療学、治療学実

習などのように順序性を持たせ、学生が確実に学修できるように設計した。授業内容は、基

本的内容は勿論であるが、より実際の臨床現場に即した内容、あるいは、実際の在宅医療や

訪問リハビリテーションの内容を含むものとする。また、 ICF(International 

Classification of Functioning, Disability and Health、国際生活機能分類)や QOLの視

点、地域包括ケアシステムや健康寿命の延伸の視点などについても関連科目で繰り返し触

れることにより、学生への意識化を促すようにしてある。「職業専門科目」のうち、臨地実

務実習は、「見学・体験実習」「検査・測定実習」「評価実習」「総合実習」「地域実習」のよ

うに授業科目との整合性を持たせ、学生が授業で学んだ内容を実習で経験できるように設

定されている。従来の実習中の対応は、指導者あるいは学生から何らかの問題が提示されて

から対応することが多いと思われるが、実習指導者との連絡を密にし、問題が生じていなく

ても定期的に実習施設を訪問し、必要に応じて訪問回数を増やして実習施設を訪問して対

応することとしている。また、実習前後に OSCE（客観的臨床能力試験）・セミナー等におい

て、学生の発表等を通して実習の復習・予習だけではなく、通常の授業への取り組む態度に

繋がるように、学生の自主性を促すようにしている。 
「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダーと

して活躍するために、「専門領域に隣接する他分野（以下、「隣接他分野」と呼ぶ）」及び「組

織の経営・マネジメント（以下、「経営分野」と呼ぶ）」に関する科目を配置した。 
「展開科目」の設定は、専門学校や既設の大学には設定されていない科目群であり、専門

職大学を特徴付ける科目群と言える。保健医療に関連する他の様々な分野との連携・協働が

必要とされてきており、学生の時から保健医療に関連するであろう他の分野について学修

することは、これからの理学療法士・作業療法士にとって重要な意味を持つと思われる。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、職業専門科目と融合することで活躍の場

を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や健康寿命の延伸への考えを深め、複眼的な視点

や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マネ

ジメントを学ぶ科目を配置し、保健医療に関する諸課題の改善に必要な能力を育成する。 
「総合科目」は、少人数のゼミナール形式で開構し、学生相互の知識共有を図るとともに

卒業研究を行う。基礎科目・職業専門科目・展開科目で学んだ幅広い教養、職業専門科目を

学修する上で必要不可欠な基礎知識・職業倫理・人間性、職業専門に関する知識・技術・理

論、及び学内外の実習で学んだ知識・技能・社会性等を基に、これらの総合的教育成果を卒
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業研究として完成させ、豊かな専門性に裏打ちされた高度な実践能力及び創造的応用力、研

究能力の育成を図るものとして位置づけている。 
 

【資料 1】 基礎科目の構成 
 

■教員組織 
＜専門学校の教員組織＞ 
専門学校の教員は、「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則」に基づき、「免許取得

後５年以上の実務経験を有する者」（今回の指定規則の改正により、厚生労働省が指定した

研修会の受講を義務付けられた。）とある。日本リハビリテーション専門学校の教員組織は、

平成 30 年５月１日時点で、専任教員 29 名（学校長除く、以下同）である。うち学位保持

者は修士９名で、専任教員の 31.0％が修士以上の学位保持者である。 
学科毎に組織運営を協議する学科会議を行い、学科を越えてテーマ毎に協議を行う委員

会活動を行なっている。また役職者が学校運営について協議する経営会議を設けている。 
＜専門職大学の教員組織＞ 

専門職大学では実務家教員が制度として取り入れられ、専攻分野における概ね 5 年以上

の実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者がその条件である。また実務家教

員のうち、大学等での教員歴、修士以上の学位、または企業等での研究上の業績のいずれか

を求めるとあり、同じ実務家教員でも専門学校の教員とは、求められる要件が質的に大き

く異なっている。研究者教員と実務家教員とによる実践的な教育が可能と考えられる。 
研究者教員と実務家教員とによる授業、専門学校とは異なるカリキュラムによる教育に

より、理学療法士・作業療法士の課題である「医療機関における対象者の多様化・複雑化」、

「在宅での生活に向けての職種間連携・協働」、「在宅医療及び訪問リハビリテーションにお

ける役割」「ICF の活動・参加や QOL の維持・向上の視点を踏まえた地域包括ケアシステム

や健康寿命の延伸」「関連する他分野との連携・協働」「必要とされる様々なマネジメント」

への対応が出来る理学療法士・作業療法士の養成が可能と考える。 
東京保健医療専門職大学においては、教員組織は、「理論と実践を架橋する教育課程の提

供に必要な研究者教員・実務家教員を適切に配置する」ように義務付けられている。専門職

大学教員基準を満たす教員に加え、実務家教員基準を満たす教員を多数採用し、アカデミッ

クな学びだけではなく、実務的な学びを主導できる体制を構築する。保健医療の分野に限定

せず、様々な分野で実務家として活躍してきた教員を配置し、広い視野で発想することがで

きるような人材育成を行う体制を整える。 
 東京保健医療専門職大学の教員は、教員の職位として教授、准教授、講師、助教を設定し

ており、専任教員 55 人（教授 26 人、准教授６人、講師 15 人、助教８人）である。理学療

法学科では、専任教員 27 人（教授 13 人、講師 11 人、助教３人）、作業療法学科では、専

任教員 28 人（教授 13 人、准教授６人、講師４人、助教５人）である。学位の保持状況は、
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博士 20 名、修士 23 名、合計 43 名で 78.2％である。専門学校教員の修士以上の学位保持

者割合は 31.0％に対し、本学は２倍以上の割合である。本学園における定員に対する教員

一人当たりの学生数はそれぞれ、理学療法学科は 3.0 人、作業療法学科では 2.9 人であり、

平成 28 年度文部科学省学校基本調査での教員一人当たりの学生数の全国平均、私立大学

19.9 人、国立大学 9.4 人に比べ半分以下であり、手厚い指導を行うことができる体制とな

っている。 
 また、専任教員全員に研究室として個室を提供し、その他に研究用実験室も整備するなど、

教育研究に集中できる環境の提供に努める計画である。 
専門職大学では、教育課程連携協議会で、産業界等及びその他関係者により、職業専門の

見地、実習現場を中心とした現場のニーズ、関連する他分野について包括的にアドバイスを

受け、教育課程の編成について協議を行い、協議結果は次年度のカリキュラムに反映させる。 

 
【専門職大学の設置の趣旨・必要性】 

 
① 「専門学校を取り巻く社会変化」の観点から見た違い 
＜専門学校では育成していない高度な能力の育成が必要＞ 
少子高齢化の進行、家族構成の変化や産業構造の変化など様々な社会的変化に伴い、社会

的ニーズだけではなく、医学の進歩・医療技術や医療機器の発展等により医療ニーズも多様

化・複雑化・高度化してきている。理学療法士・作業療法士が関わる業務の内容と範囲等に

ついても変化が生じ、それに伴い理学療法士・作業療法士の役割にも変化が生じており、今

まで以上により高度な専門的知識・技術が必要である。また多様化した社会ニーズに伴い生

じている保健医療分野の課題解決には、理学療法士・作業療法士の専門知識に加え、関連す

る業界等の知識、構造的に問題を認識・分析できる能力、現状を打破する創造力・応用力な

どが必要である。このような能力の育成は専門学校では行っていなく、高度な専門知識に加

え、創造力や応用力、課題解決力等を育成する専門職大学での教育が必要と考える。 

 
② 「少子高齢化と保健医療分野の人材不足」の観点から見た違い 

＜多様化・高度化に対応できる専門人材の不足＞ 
理学療法士・作業療法士の量的な充足状況は、「理学療法士・作業療法士・言語聴覚士需

給調査」（2016 年８月５日 医療従事者の需給に関する検討会 第２回 理学療法士・作業

療法士需給分科会）によると、「基準上充足している」割合は、理学療法士は 89.6％、作業

療法士は 90.6％であるが、「運営上充足している」割合は、理学療法士は 45.6％、作業療法

士は 42.9％にとどまっており、運営上不足と感じている病院が多いことがわかる。さらに

このような量的な不足だけでなく、ニーズの多様化・高度化に対応できる理学療法士・作業

療法士が不足しているといえる。 
高齢者の増加、生活習慣病等の罹患者の増加、医学の進歩・医療技術や医療機器の発展等
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により、対象者の疾病・病期・病態等が変化し、乳幼児から高齢者まで、特に高齢者におい

て医療ニーズが多様化・複雑化してきている。その状況は、要介護に至る原因疾患が多様で

あることからも示されている（厚生労働省 2010 年度国民生活基礎調査の概況 介護が必

要になった主要な疾患（要介護者、要支援者の合計））。診療報酬から見てもリハビリテーシ

ョンの対象疾患の種類が増加し、重症者への対応、入院期間の短縮・早期退院の方向が進め

られている。 

それまで診療報酬の対象は理学療法・作業療法・難病患者リハビリテーションであったが、

2006 年には疾患別リハビリテーションとして心大血管疾患リハビリテーション、脳血管疾

患等リハビリテーション、運動器リハビリテーション、呼吸器リハビリテーション、別途障

害児（者）リハビリテーションが、2010年にはがん患者リハビリテーションが、2014 年に

は認知症リハビリテーションがそれぞれ設定された。2010 年の診療報酬改定では、回復期

リハビリテーション病棟における重症者の割合や在宅復帰率の設定もされた。 

このように、今まで以上に急性期・病態が不安定な状態の対象者に対し、より厳密な医学

的リスクマネジメントと共に、理学療法・作業療法を的確に行うための知識と技術が必要と

なり、臨床の場面では、様々な理論・考え方に基づいた理学療法・作業療法が行われつつあ

ることから、大学教育でも様々な実践的かつ先進的な理論・考え方を学んだ多様化・高度化

に対応できる人材の育成が必要である。 

以上のように、医療機関内における様々な状況の変化に対応できるように、学生時代から

教育していく必要があると考える。 

＜関連分野の知識や技術の修得・活用＞ 
理学療法士・作業療法士が関わるリハビリテーション分野に関係する他の分野、特に福祉

工学分野との連携・協力が欠かすことができない状況となってきている。電動義手、各種の

義足、電動車いす、視線入力が可能な意思伝達装置、歩行練習用装具、介護ロボットなど、

すでに様々なものが提供されてきている。様々な領域で福祉工学の知識や技術が応用され

てきており、今後、益々連携・協力していく対応が求められていく状況にある。高度な機器・

器具を使いこなすための知識の育成も、大学教育で必要であると考える。 

 

③ 「家族構成、家族形態の変化」の観点から見た違い 
＜介護は家族内対応から地域ぐるみでの対応へ＞ 

少子高齢化・女性の社会進出など、家族構成や家族形態が変化し、老老介護や介護離職な

どの問題が指摘されるように、家族のみでの対応が困難となり、その解決のため地域で対応

していくことが求められている。2016年の国民生活基礎調査によると、介護が必要な 65歳

以上の高齢者を 65 歳以上の人が介護する「老老介護」の世帯の割合は 54.7%であり、2016

年 10月から 2017 年９月までの１年間に介護離職をした人は、全国で９万 9100 人（平成 29

年就業構造基本調査 総務省）である。 
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＜地域における役割が増す理学療法士・作業療法士＞

地域ぐるみでの対応をするために、地域包括ケアシステムは、現在、地域住民全体を対象

とする施策として位置づけられている。地域包括ケアシステムにおいて、理学療法士・作業

療法士はリハビリテーション専門職としての積極的な関わりが求められており、ケア会議、

通所リハビリテーション、訪問リハビリテーション、地域リハビリテーション訪問事業へ

の関わりが今まで以上に求められてきている。またこのシステムにおいて、理学療法士・作

業療法士は、医療職だけではなく、行政の担当者や地域住民など対象者の生活の支援に関わ

る地域の人々との連携・協力が重要となってきている。そのため、理学療法士・作業療法士

の役割についての発信力とコミュニケーション能力、色々な人々の考え方等を受け入れる

柔軟な対応が必要となると同時に、地域包括ケアシステムのマネジメントを行う必要も生

じてきている。更に関わる人々の増加と共に、個人情報の保護などを含め、より厳格な職業

倫理に基づく対応も必要となってきている。地域包括ケアシステムは、対象者がその人らし

い生活をすることができるように支援するシステムと言え、「QOL の維持・向上」という考

えに繋がるものといえる。 

医療機関での対応や在宅医療・訪問リハビリテーションでの理学療法士・作業療法士の対

応は、対象者への個別支援といえるが、地域包括ケアシステムにおける理学療法士・作業療

法士の対応は、地域全体を対象とする支援といえる。このような、理学療法士・作業療法士

の役割について、学生時代から教育していく必要があると考える。 

④ 「健康寿命の延伸」の観点から見た違い

＜健康寿命の延伸による QOLの維持・向上への寄与＞

寿命が伸びる中、健康寿命の延伸は首相官邸が主催する未来投資会議でも「全世代型社会

保障」の構築がメインテーマの１つとなるように、我が国にとって重要なテーマの一つとな

ってきている。健康寿命の延伸には、ロコモティブシンドロームへの対応やフレイルへの対

応などが提示され、主に高齢者を対象とした対応が提示されている。 

図表 1 健康寿命を短くする要因
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【出典】「健康寿命とロコモについて」（（社）日本医師会会長 横倉義武 平成 27 年） 
 

フレイルは、身体的フレイル・精神心理的フレイル・社会的フレイルの３つの側面が相互

に関わっていることが指摘されているが（Gobbens RJ, et al, J Nutr Health Aging ,14;175-

181,2010）、この考え方は、現在リハビリテーションの基本的な考え方である WHOが提唱し

た ICFの考え方に共通している。また健康寿命の延伸は、QOLの維持・向上に繋がるもので

あり、生活習慣病などの予防や悪化、余病の発生を防ぐというように、高齢者のみを対象と

するのではなく、障がい者を含んだ国民全体を対象にした取り組みが必要である。理学療

法士・作業療法士は、対象者の自立生活を支援する役割を担っており、健康寿命の延伸とい

う視点をあらためて認識し対応していく必要がある。 

＜関連分野との関係における状況＞ 
健康寿命の延伸等に関連して、音楽、美容、旅行等を用いた心理的側面への対応の効果や

必要性についても指摘されている。 

 

図表 2 化粧サービス（化粧療法プログラム） の利用と 健康度自己評価 

 

【出典】「美容的ヘルスケアサービス提供による介護費用削減効果の検証」（平成 26 年度健康

寿命延伸産業創出推進事業 経済産業省） 

 

図表 3 ユニバーサルツーリズムにおける効用 
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【出典】「旅行による効用の検証結果取りまとめ」（ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関
する検討会 平成 26年 観光庁） 
 

また、現在、理学療法士・作業療法士が関わる分野は、介護保険法や障害者総合支援法に

基づく事業所等のほか、行政機関、特別支援学校、運転免許センター、医療刑務所、保育園、

発達障害者支援センターなど、従来ではあまり考えられなかった医療機関以外の分野にも

広がりつつある。 

このように、対象者の状態や生活を考え、創造力を働かせ、医療関係だけでなく関連する

様々な分野との関係を構築していく対応力、実践力、展開力が必要となってきている。 

このような関連分野との関係について、今までの関係、現在の関係、将来の関係等につい

て情報提供を含め、学生時代から教育し、理学療法士・作業療法士の知識や技術を活かすた

めの創造力・展開力に繋げていく必要があると考える。 

 

⑤ 「在宅医療の推進」の観点から見た違い 
現在、医療政策的に、入院期間の短縮・早期退院の他に、回復期リハビリテーション病棟

における在宅復帰率の設定などを含め、在宅医療・在宅介護に重点を置く方向で進められて

きている。この方向は、高齢者だけでなく、年齢に関係なく全ての入院している人々がその

対象となってきている。また、高齢者・障がい者の意識の変化に伴い、在宅・地域での生活

を希望している人々の割合が多くなり、在宅医療・介護の必要性が高まってきている（図表 
4）。 

 

図表 4 療養に関する希望 

 

【出典】「高齢者の健康に関する意識調査」（平成 19年度 内閣府） 

 

そのため、対象者のニーズだけではなく、支援者のニーズや生活環境の状況などを把握し

対応する必要も高まっている。また、医療機関内での対応とは異なる環境である実際の生活

の場・地域の場における問題点の把握と対応が必要となり、対象者の生活に根ざした理学療

法士・作業療法士の現実的・実際的な対応を実践していくことが必要となってきている。そ
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のためには、医療機関だけではなく、在宅医療及び訪問リハビリテーションにおける理学療

法士・作業療法士の役割とその内容について、学生時代から機会があるたびに学修し、意識

化できるようにしていくことが重要と考える。 

 

⑥ 「組織における経営・マネジメント力の向上」の観点から見た違い 
＜マネジメント力の必要性の高まり＞ 
理学療法士・作業療法士が関わる業務の内容と範囲等は、社会や保健医療分野の高度化・

複雑化の進展により、経営やマネジメント能力が重要となってきている。 

対象者の医療ニーズの多様化・複雑化に伴い、マネジメント力がより必要となっている。

多職種連携等や在宅医療、地域包括ケアシステムに関するシステム等のマネジメント、産業

界、特に福祉工学分野など関連する他の分野との連携・協力システムに関するマネジメント、

これらの状況を踏まえた日常の業務の運営管理のほか、職場環境の改善や経済的側面を含

めた効果的・効率的運営等に関するマネジメント、更に自己研鑽を含めた様々なマネジメン

ト能力が必要となってきている。このようなマネジメント能力は管理的立場にいる理学療

法士・作業療法士だけに必要とされているのではなく、日常の業務を円滑に行うために、そ

してより発展的なものにしていくために、程度には違いがあるとしても、個々の理学療法

士・作業療法士にも必要になってきている。 

また退院後の生活を想定した対応が必要となることから、多職種連携・協力も今まで以上

に必要になり、ケース会議や報告書の作成、家族や支援者等への対応等の直接的な臨床業務

以外への対応が増加し、スケジュール管理の他、職場環境の改善や経済的側面等を含めたよ

り効果的・効率的な業務運営に関するマネジメントを行うことも必要となってきている。 

＜経営に関する知識や能力の必要性＞ 
少子高齢化に伴い、今後保健医療分野の人材ニーズはさらに高まることが予想されてい

るが、人材不足は単に不足人数を充足するだけでなく、業務の在り方やビジネスモデルの改

革など、仕事を見直すことも必要である。理学療法士・作業療法士も日常業務や組織運営を

より効率的に進める能力を備えることで、組織の収益率の向上や労働環境の改善につなが

る。そのためには、経営に関する知識や能力を持つ専門職が今後より必要になると考えてい

る。 

 

 

【専門学校との到達目標・教育水準の違い及びその違いを踏まえた学修の質の確保】 

 
① 「専門学校を取り巻く社会変化」の観点から見た違い 

＜専門学校での教育＞ 
日本リハビリテーション専門学校の教育の目的は、「学校教育法」及び「理学療法士作業

療法士学校養成施設指定規則」に基づき、「医療・福祉・保健に関する基礎知識と専門技術
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を学び、深い人間愛に基づく奉仕の精神をもった理学療法士、作業療法士を育成し、社会に

貢献すること」と学則にあり、科目は全て必修であり、基本的なスキルの修得を主とした教

育内容といえる。 

専門学校では、指定規則に基づく範囲と内容における理学療法士・作業療法士としての専

門職教育を主に行っている。そのため、医療機関における理学療法士・作業療法士の役割・

業務を中心に教育を行なっており、多様なニーズに対応する教育が行われることは少ない。 

多様なニーズの一つとして、障がい者等の生活支援や健康寿命の延伸に関連して、様々な

産業分野、特に福祉工学などが関わってきており、重要な位置づけを占めるようになってき

ている。また、前述したように特別支援学校、免許センター、医療刑務所など病院などの医

療機関とは直接関連しない分野への関わりが持たれるようになってきている。自助具・補装

具などの基本的な福祉用具等に関連して、また「地域作業療法学」の中で介護ロボットにつ

いて講義がされているが、福祉工学に関する授業がないため、あまり広がりがないと思われ

る。今後、医療機関あるいは医療職だけではなく、関連する様々な分野の人々との関わりが

必要となっていくと思われ、学生の時から、視野を広げていくことが重要と考えるが、現在

の専門学校の教育では、不十分と思われる。 

 

＜専門職大学での教育＞ 
専門職大学は、研究者教員と共に豊富な臨床経験を有している実務家教員を配置してい

ることから、理論と経験に基づいた、より実践的な教育が可能と考える。このような教員の

下、各疾患・障がいについて臨床医学の授業及び理学療法・作業療法に関する授業において、

評価学、治療学、治療学実習、臨地実務実習というように体系的な教育課程を経ることによ

り、スキルや理論に偏らない、臨床の状況に応じた実践的な学修が可能と考える。 

専門職大学である本学では、専門学校や大学教育にはない展開科目（20単位）に、「隣接

他分野（16科目）」と「経営分野（12科目）」を設定している（いずれも選択科目含める）。

「隣接他分野」においては「共生福祉論」「身体障害への支援システム工学」「ユニバーサル

ツーリズムと外出支援」、「経営分野」においては「実務リーダーのための経営戦略論」「組

織・人材マネジメントの理論と実践」などを置き、医療と関連する他分野に関して実際的な

理論と技術を学修させ、理学療法士・作業療法士の専門的な知識と技術を活かした他の分野

と関わりをもつことができる創造力や展開力を培うことが可能と考える。 

 

② 「少子高齢化と保健医療分野の人材不足」の観点から見た違い 
＜専門学校での教育＞ 
専門学校における理学療法士・作業療法士の教育は、基本的に指定規則の内容と範囲での

対応であり、医療機関における比較的病態が安定した対象者に対する専門職としての知識

と技術を教授することが主目的である。専門学校での教育内容は、臨床実習に焦点を当てた

内容であり、実習に必要な知識・技術を身に付ける内容であり、卒業後の臨床の状況につい
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てはあまり考慮されていない状況が認められる。そのため、疾病の変化、病態が多様化・複

雑化してきている対象者に対する理学療法・作業療法を継続的に教授することは難しい。更

に今後は、乳幼児から高齢者まで医療ニーズが多様化・複雑化してきている中、より厳密な

リスクマネジメントと共に、適切な理学療法・作業療法を的確に行うための知識と技術の育

成が求められるが、専門学校での教育では育成できる領域が限られると考えられる。 

また、専門学校において、リハビリテーションチームとしての位置づけで各医療職の役割

等について学ぶ機会はあるが、多職種連携について直接的に扱う授業は少なく、連携の意義

や方法等については、理論的、実践的には教授されていないことが多い。今回の指定規則の

改正において、専門基礎分野の「保健医療福祉とリハビリテーションの理念」の教育の目標

として、「国民の保健医療福祉の推進のために、リハビリテーションの理念、社会保障論、

地域包括ケアを理解し、理学療法士・作業療法士が果たすべき役割、多職種連携について学

ぶ」（文献 厚生労働省医政局長通知「理学療法士作業療法士養成施設指導ガイドラインに

ついて」（平成 30年 10月５日））とあり、併せて４単位が設定され、多職種連携の必要性が

示されている。しかし、理学療法・作業療法に関するスキル修得を主目的にしており、病態

が比較的安定している人々を想定していることが多く、病態が多様化・複雑化してきている

人々を対象とした退院後の生活を想定した対応をするための職種間の連携・協力を学修す

るには、不十分と考えられる。 

 

＜専門職大学での教育＞ 
専門職大学では、医療職間での連携だけでなく、在宅・地域での生活を想定し、行政担当

者や一般住民等、生活を支援する人々との連携・協力を含めて体系的に学修するように教育

課程を設定している。１年次の「チームワーク概論」、３年次の「地域共生のための連携活

動Ⅰ」、４年次の「地域共生のための連携活動Ⅱ」、その他に関連する科目として３年次の「地

域理学療法学」（理学療法学科）、「地域作業療法学」、「就労支援論」（作業療法学科）があり、

４年次に「地域実習」（理学療法学科）、「地域作業療法学実習」（作業療法学科）など、その

理論と技法及びその応用について学修する機会が多く設定している。 

 

③ 「家族構成、家族形態の変化」の観点から見た違い 
＜専門学校での教育＞ 
家族構成等の変化により、地域包括ケアの構築が推進されているが、専門学校にける地域

包括ケアシステムに関する教育は、今回の指定規則の改正で専門基礎分野の「保健医療福祉

とリハビリテーションの理念」の教育の目標として、「国民の保健医療福祉の推進のために、

リハビリテーションの理念、社会保障論、地域包括ケアを理解し、理学療法士・作業療法士

が果たすべき役割、多職種連携について学ぶ」とあり、４単位が設定され、実習施設として

通所リハビリテーションや訪問リハビリテーション等の施設での実習を１単位（45 時間）

が設定されている。 
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地域包括ケアシステムにおいては、対象者に対する直接的な個別支援アプローチを基盤

としたうえで、地域支援として住民集団、地域、多職種、行政等への指導や助言等の間接的

関わりも求められてきている（安本勝博 「地域リハビリテーション活動支援事業とは」OT

ジャーナル 53（３）224－230 2019）。しかし、専門学校の教育は、主に、医療機関での

比較的病態が安定した人々を対象とし、対象者に対する個別支援としての直接的アプロー

チを学修する傾向にあるため、ICFの考えや「QOLの維持・向上」に繋がる地域包括ケアシ

ステムにおける理学療法士・作業療法士の全体的役割等についての教育は不十分と考える。 

＜専門職大学での教育＞ 

地域包括ケアシステムの構成図として植木鉢を模した図において、皿の部分に「本人の選

択と本人・家族の心構え」、鉢の部分に「すまいとすまい方」、土の部分に「介護予防・生活

支援」、葉の部分に「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健・福祉」が示されて

おり、対象者の生活支援を行うにあたって、全ての構成要素部分へ対応することの必要性が

示されている（平成 28年３月「地域包括ケア研究会報告書」）。地域包括ケアシステムにお

いて在宅医療・看護・介護・リハビリテーションは、より密接な関係にあり、実際の状況と

して前述した在宅医療との関係において、ほぼ重なる状況にあると言える。 

専門職大学では、この在宅医療・訪問リハビリテーションの視点と実際について、様々な

科目において教授する課程を設定している。また、地域包括ケアシステムにおいて、生活支

援を行うために地域の様々な人々との連携・協力が必要となるが、前述したように、医療職

間での連携だけでなく、在宅・地域での生活を想定し、行政担当者や対象者の生活を支援す

る一般住民の人々との連携・協力を含めて体系的に学修するように教育課程を設定してい

る。職業専門科目に設置した３年次の「地域共生のための連携活動Ⅰ」、４年次の「地域共

生のための連携活動Ⅱ」のほか、基礎科目の「建築・まちづくり」「チームワーク概論」、展

開科目の「組織・人材マネジメントの理論と実践」など、専門学校では学ぶ機会が少ない科

目も設定し、幅広い知識・能力を育成する。 

このように、専門職大学においては、ICFの考えや「QOLの維持・向上」と関連する地域

包括ケアシステムの在宅医療・訪問リハビリテーションにおける理学療法士・作業療法士の

役割や実際の業務、様々な人々との連携・協力、対象者に対する直接的な個別支援アプロー

チを基盤としたうえでの地域支援、すなわち住民集団、地域、多職種、行政等への指導や助

言等の間接的関わりについても学ぶ機会があり、対象者の地域支援を支える医療職として

の理学療法士・作業療法士の役割や実際の業務等について学修することが可能と考える。 

 

④ 「健康寿命の推進」の観点から見た違い  
＜専門学校での教育＞ 

専門学校における教育では、健康寿命について、リハビリテーション医学概論で一部講義

を行っているが、系統立ってはいない。今回の指定規則の改正においても、健康寿命の延伸

に関して直接的な表現はない。「疾病と傷害の成り立ち及び回復過程の促進」あるいは「地
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域理学療法学」「地域作業療法学」において、疾病の予防あるいは高齢者を対象とした介護

予防の中で触れられることが考えられるが、ICFの考えや「QOLの維持・向上」に繋がる健

康寿命の延伸の視点については、あまり考慮されていないように思われる。健康寿命の延伸

については、国としても大きなテーマであり、理学療法士・作業療法士が、介護予防という

対応で、実際に関わってきているのが現状であり、学生の時から、健康寿命の延伸の視点に

ついて、学修する機会が重要と考える。 

＜専門職大学での教育＞ 
専門職大学では、「健康寿命の延伸」という視点に関連する臨床科目、例えば、生活習慣

病等を取り扱う「内科学」、ロコモティブシンドロームへの対応を取り扱う「整形外科学」、

フレイルへの対応を主に取り扱う「老年医学」、生活全般について取り扱う「公衆衛生学」

のほか、作業療法の高齢期の障がいを取り扱う「高齢期作業療法治療学」において、「健康

寿命の延伸」の視点について、繰り返し触れ横断的に学ぶことにより、「健康寿命の延伸」

の視点の意識化ができ、実際的な内容を学ぶことが可能になると思われる。 

さらに、展開科目の「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズム

と外出支援Ⅱ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ」な

ど、健康寿命の延伸に心や生きがいの面で効果があると思われる隣接他分野の科目を設け、

健康寿命の延伸に貢献できる知識や技術、能力の育成を行う。 

 

⑤ 「在宅医療の推進」の観点から見た違い 
＜専門学校での教育＞ 

専門学校における在宅医療・訪問リハビリテーションに関する教育は、殆ど実施されてい

ない状況である。今回の改正において、専門分野の地域理学療法学・地域作業療法学の教育

の目標として、「患者及び高齢者の地域における生活を支援していくために必要な知識・技

術を修得し、課題解決能力を培う。」とあり、４単位が設定され、実習施設として通所リハ

ビリテーションや訪問リハビリテーション等の施設での実習を１単位（45 時間）が設定さ

れている。その対象者は、主に高齢者を想定しているため、高齢者を想定した教育が行われ

ることが考えられる。しかし、実際の在宅医療・介護の対象者が幼児から高齢者であり、疾

患も脳血管障害、骨折、頚髄損傷、難病、認知症、精神障害など多岐にわたっており、単一

の科目を設定し、通所リハビリテーション・訪問リハビリテーションを行う事業所等での実

習（１単位：45 時間）を行っても、在宅医療・訪問リハビリテーションの視点を学生に意識

化するには、不十分と考える。 

＜専門職大学での教育＞ 
専門職大学では、在宅医療・訪問リハビリテーションの対象となっている疾患を主に取り

扱う神経内科学及び障害を取り扱う「身体機能作業療法治療学Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ」、「発達障害作業

療法治療学」、「日常生活活動作業療法治療学」、「地域作業療法学」等の科目を通して、在宅

医療・訪問リハビリテーションの視点について、繰り返し触れ横断的に学ぶことにより、在
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宅医療・訪問リハビリテーションの視点の意識化ができ、実際的な内容を学ぶことが可能に

なると思われる。その他に３年次の「地域理学療法学」「地域作業療法学」、４年次の「地域

実習」（理学療法学科）、「地域作業療法学実習」（作業療法学科）、等においても実践的な在

宅医療・訪問リハビリテーションについて学修することが可能と考える。   

 

⑥ 「組織における経営・マネジメント力の向上」の観点から見た違い 
＜専門学校での教育＞ 
専門学校において、今回の指定規則の改正において、理学療法士・作業療法士共に、今ま

で設定されていなかった理学療法管理学・作業療法管理学が各々２単位設定された。設定の

目的は、「より質の高い理学療法・作業療法を提供するため、保健、医療、福祉に関する制

度（医療保険・介護保険制度を含む。）の理解、組織運営に関するマネジメント能力を養う

とともに、理学療法倫理・作業療法倫理、理学療法教育・作業療法教育についての理解を深

める必要があることから、教育内容に「理学療法管理学」「作業療法管理学」を新設し、「職

場管理（教育を含む）」、「職業倫理」を必修化する」とある。その教育の目標は、「医療保険

制度、介護保険制度を理解し、職場管理、理学療法教育・作業療法教育に必要な能力を培う

と共に、職業倫理を高める態度を養う。」となっている。 

今後、専門学校の教育課程で取り入れられるであろうが、前述したように、理学療法士・

作業療法士が関わる業務の内容と範囲等を見てくると、一人一人の理学療法士・作業療法士

において、経営・マネジメント能力が重要となってきているが、専門学校では、職場管理に

関する能力がほとんどである。 

＜専門職大学での教育＞ 
専門職大学において、理学療法学科は、２年次に「理学療法管理学Ⅰ」、３年次に「理学

療法管理学Ⅱ」が設定され、作業療法学科では、１年次に「作業療法管理学Ⅰ」、４年次に

「作業療法管理学Ⅱ」を設定しており、各々において、理学療法士・作業療法士に関連する

法律や制度、日常業務に関するマネジメント、職業倫理等について学修するように設定され

ている。さらに、展開科目の隣接他分野及び経営分野の学修を通して、業務運営について経

済的側面を含んでの効果的・効率的なマネジメントに関して、あるいは理学療法士・作業療

法士に関連する分野との関連に関するマネジメント等に関して、各々理論と実践に基づい

た学修が可能と考える。 

理学療法士・作業療法士も日常業務や組織運営をより効率的に進める能力を備えること

で、組織の収益率の向上や労働環境の改善を行うことが今後より求められることから、展開

科目の経営分野では、理学療法士・作業療法士が保健医療分野で専門職として働くうえで必

要な、経営に関する知識や能力を育成する。経営分野を学ぶうえで必要な基本的知識や理論

とそれが保健医療分野でどのように応用できるかを「実務リーダーのための経営戦略論」

「実践マーケティング戦略」などにより学び、さらに「保健医療経営Ⅰ」で保健医療分野の

経営について詳しく学び、保健医療分野の実務リーダーとして組織や業務の改善に貢献で
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きる能力を育成する。 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（1 ページ） 
第 1 設置の趣旨及び必要性 
１．大学等を設置する理由・必要性 
それに伴い保健医療分野での様々な社会課題 

（中略） 
東京保健医療専門職大学は、 
 
（１）高度な専門性を備えた職業人材の育成 
 
＜専門学校では育成していない高度な能力の育
成が必要＞ 
少子・高齢化の進行、家族構成の変化や 

（中略） 
育成する専門職大学での教育が必要と考える。 
 
（２）保健医療分野の環境変化に対応できる人
材の育成 
（削除） 
 
 
 
＜多様化・高度化に対応できる専門人材の不足
＞ 
理学療法士・作業療法士の量的な充足状況は、 

（中略） 
大学教育で必要であると考える。 
 
（3 ページ） 
（３）家族構成、家族形態の変化に起因する地
域の課題に貢献できる人材の育成 
（削除） 
 
 
 
＜介護は家族内対応から地域ぐるみでの対応へ
＞ 
少子高齢化・女性の社会進出など、家族構成や 

（中略） 
学生時代から教育していく必要があると考える 
 
（4 ページ） 
（４）健康寿命の延伸に貢献できる人材の育成 
（削除） 
 
 
 
＜健康寿命の延伸による生活の質（QOL）の維
持・向上への寄与＞ 
寿命が伸びる中、健康寿命の延伸は首相官邸が 

（中略） 

（7 ページ） 
第１設置の趣旨及び必要性 
２．大学等を設置する理由・必要性 
それに伴い様々な社会課題 

（中略） 
東京専門職大学は、 
 
（１）専門学校を取り巻く社会変化 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
（２）少子高齢化と保健医療福祉分野の人材不
足 
理学療法士・作業療法士・介護福祉士の人材 

（中略） 
を持った人材を養成することが必要である。 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
（7 ページ） 
（３）家族構成、家族形態の変化 
 
少子高齢化、女性の社会進出の増加などによる 

（中略） 
の戦略的な考え方を持つことが必要である。 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
（8 ページ） 
（４）健康寿命の延伸 
健康寿命の延伸を推進するうえで、保健医療の 

（中略） 
を持つ人材育成が必要であると考えている。 
 
（追加） 
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展開力に繋げていく必要があると考える 
（6 ページ） 
（５）在宅医療の推進に貢献できる人材の育成
（削除） 
 
 
 
現在、医療政策的に、入院期間の短縮・早期退院
の他に、 

（中略） 
化できるようにしていくことが重要と考える。 
 
（6 ページ） 
（６）組織の経営・マネジメントに関する素養
を持った人材の育成 
（削除） 
 
 
 
＜マネジメント力の必要性の高まり＞ 
理学療法士・作業療法士が関わる業務の内容と 

（中略） 
より効果的・効率的な業務運営に関するマネジ
メントを行うことも必要となってきている。 
 
（7 ページ） 
2．専門職大学で教育する必要性 
既設の 4 年制大学とは、育成する人材像が異な
る。 

（中略） 
人材を育成する大学にはない「組織の経営・マ
ネジメント」と「専門領域に隣接する他分野」に
関する科目を学修し、これからの時代に 
 
（7 ページ） 
３．設置の背景  
（１）専門学校を取り巻く社会変化 
東京保健医療専門職大学（以下、本学という）を
設置する学校法人敬心学園は、 
 
（8 ページ） 
大学進学率は上昇が続いているが、専門学校 

（中略） 
高度な職業人材としての理学療法士・作業療法
士を養成する必要がある。 
 
（10 ページ） 
（２）少子高齢化と保健医療分野の人材不足 
（削除） 
 
 
 
【在宅・地域における理学療法士・作業療法士
の不足】 

 
（8 ページ） 
（５）在宅医療・介護の推進 
在宅医療・介護の推進において 

（中略） 
組織をマネジメントする能力も必要である。 
 
（追加） 
 
 
 
 
（9 ページ） 
（６）マネジメント能力の向上 
 
人材不足が重要な課題である保健医療福祉の、 

（中略） 
人材不足解消に寄与することが期待される。 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
（9 ページ） 
2．専門職大学で教育する必要性 
４年制大学においても、育成することは困難で
ある。 

（中略） 
人材を育成する大学にはできない「経営」と「隣
接他分野」とを学び、これからの時代に 
 
 
（1 ページ） 
１．設置の背景  
 
東京専門職大学（以下、本学という）を設置する
学校法人敬心学園は、 
 
 
（追加） 
 
 
 
 
（1 ページ） 
（２）少子高齢化と保健医療分野の人材不足 
我が国は急速に少子化、超高齢社会となり、 

（中略） 
資格取得者は特に首都圏で増加していない。 
 
（追加） 
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一般の医療機関における人材不足への対応も 
（中略） 

教育内容が設定可能な教育機関が必要である 
 
（削除） 
 
 
 
 
（11 ページ） 
（３）家族構成、家族形態の変化 
【家族形態の変化による介護支援問題の増加】 

（中略） 
（11 ページ～12 ページ） 
【地域で活動できるリハビリテーション専門職
の育成】 
医療技術等の進歩・発展等により、 

（中略） 
このような能力を有する人材を養成する教育内
容が設定可能な教育機関が必要である。 
 
（12 ページ） 
（４）健康寿命の延伸 
我国は、健康寿命の延伸を行うために様々な 
 
保健医療分野では、生活習慣病の予防、健康寿
命を阻害する脳血管障害、認知症、虚弱 

（中略） 
（13 ページ） 
能力を有する人材を養成していく必要がある。 
 
（13 ページ） 
（５）在宅医療・介護の推進 
地域包括ケアシステムの構築の中で在宅医療の 

（中略） 
能力を有する人材を養成していく必要がある。 
 
（14 ページ） 
（６）組織における経営・マネジメント能力の
向上 
（削除） 
 
 
 
 
厚生労働省では、2035 年に向けて、社会と経済 

（中略） 
経営・マネジメントの知識について学ぶことは
有益である。 
 
（19 ページ） 
９．専門職大学と専門学校との違い 
（1）人材養成の目的 
（削除） 

 
 
 
（3 ページ～4 ページ） 
【介護福祉士の不足】 
平成 37 年には、全国で介護人材が 37.7 万人  

（中略） 
知識・能力の修得も重要となっている。 
 
（4 ページ） 
（３）家族構成、家族形態の変化 
（追加） 
 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
 
（5 ページ） 
（４）健康寿命の延伸 
（追加） 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
（5 ページ） 
（５）在宅医療・介護の推進 
（追加） 
 
 
 
（6 ページ） 
（６）マネジメント能力の向上 
 
介護関連施設・事業のニーズは高いものの、 

（中略） 
マネジメント能力を持つことは重要となってい
る。 
 
（追加） 
 
 
 
 
（13 ページ） 
９．専門職大学と専門学校との違い 
（１）人材養成の目的 
一方、専門職大学においては、 
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＜専門学校の人材養成の目的＞ 
日本リハビリテーション専門学校の目的は、学
則に 

（中略） 
即戦力となる理学療法士・作業療法士の養成を
目的としている。 
＜専門職大学の人材養成の目的＞ 
 
（20 ページ） 
専門職大学は、高度な実践力すなわち理論にも 

（中略） 
このような能力の育成は、専門学校では教育の
目的となっていない。 
 
（21 ページ） 
（2）教育課程 
＜専門学校の教育課程＞ 
日本リハビリテーション専門学校は、 

（中略） 
修得を目指す教育科目により構成している。 
 
（削除） 
 
（削除） 
 
 
 
 
＜専門職大学の教育課程＞ 
 
「美容ケア」「支援システム工学」などの隣接他
分野の教育を行う。 
 
4 つの科目で構成されている。 

（中略） 
合計 142 単位の教育課程を設定している。 
 
（削除） 
 
 
 
 
実習時間は理学療法学科 900 時間、作業療法学
科 1,170 時間と、専門学校に比べ長く 
 
（削除） 
 
 
（22 ページ） 
「基礎科目」は、生涯にわたり自らの資質を 

（中略） 

（中略） 
より具体的で高度なものとしている。 
 
（追加） 
（追加） 
 
 
（追加） 
 
 
 
（13 ページ） 
（追加） 
 
 
 
 
（14 ページ） 
（2）教育課程 
（追加） 
 
 
 
（14 ページ） 
日本福祉教育専門学校は、介護福祉士学科は 
 
一方、専門職大学においては、リハビリテーシ
ョン学科理学療法専攻の卒業に必要な 

（中略） 
より具体的で高度なものとしている。 
 
（追加） 
 
「美容」「福祉工学」などの隣接他分野の教育を
行う。 
 
（追加） 
 
 
 
一方、専門職大学においては、リハビリテーシ
ョン学科理学療法専攻の卒業に必要な最低単位
は 140 単位、福祉介護イノベーション学科では
134 単位である。 
 
実習時間は 2,025 時間、1,048 時間と、専門学校
と比べ長く、 
 
これまで専門学校では原則として学科横断的な 

（中略） 
にもつながる高度で発展的な内容を教授する。 
 
（追加） 
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育成を図るものとして位置づけている。 
 
（23 ページ） 
（3）教員組織 
（削除） 
 
 
 
＜専門学校の教員組織＞ 
専門学校の教員は、「理学療法士作業療法士学校
養成施設指定規則」に基づき、 

（中略） 
教育に従事できる教員を採用している。 
 
＜専門職大学の教員組織＞ 
専門職大学では、実務家教員が制度として 

（中略） 
研究者教員と実務家教員とによる実践的な教育
が可能と考えられる。 
 
（24 ページ） 
東京保健医療専門職大学の教員組織は、専任教
員 55 人（教授 26 人、准教授 5 人、講師 16 人、
助教 8 人）であり、理学療法学科では、専任教
員 27 人（教授 13 人、講師 11 人、助教 3）、作
業療法学科では、専任教員 28 人（教授 13 人、
准教授 6 人、講師 4 人、助教 5）である。定員
に対する教員一人当たりの学生数は、リハビリ
テーション学部は 2.9 人、理学療法学科は 3.0
人、作業療法学科では 2.9 人であり、2016 年度
文部科学省学校基本調査で 
 
 
研究者教員と実務家教員とによる授業、 

（中略） 
次年度のカリキュラムに反映させる。 

 
 
（15 ページ） 
（3）教員組織 
専門学校においては、養成校基準に則り、 

（中略） 
運営について協議する経営会議を設けている。 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
 
東京専門職大学の教員組織は、専任教員 73 人
（教授 39 人、准教授 10 人、講師 12 人、助教
12 人）である。リハビリテーション学科では、
専任教員 57 人（教授 31 人、准教授 7 人、講師
8 人、助教 11 人）、福祉介護イノベーション学
科では専任教員 16 人（教授 8 人、准教授 3 人、
講師 4 人、助教 1 人）である。定員に対する教
員一人当たりの学生数はそれぞれ、リハビリテ
ーション学科は 4.2 人、福祉介護イノベーショ
ン学科は 2.5 人であり、平成 28 年度文部科学省
学校基本調査で 
 
（追加） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

2．【全体計画審査意見 2の回答について】 

＜学部、学科の教育研究上の目的が不整合＞ 

学則に記載されている学部、学科の教育研究上の目的が、3ポリシーや教育課程と整合して

いないため、修正すること。なお、設置の趣旨等に記載された書類において、同目的が明確

に記載されていないため、併せて修正すること。 

（対応） 

今回の審査意見の指摘を総合的に鑑み、東京保健医療専門職大学の教育研究上の目的、養

成する人材像、３つのポリシー、教育課程を修正した。それぞれについては各審査意見での

対応において説明する。修正した教育研究上の目的は以下のとおりである。 
 
＜学部の教育研究上の目的＞ 

リハビリテーション学部は、保健医療の専門職業人として高い専門知識と技術を涵養する

と共に、多様な生活者の QOL の維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する社会

ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメント※の知識を養い、共生社会の実現に

貢献する理学療法士、作業療法士を養成することを目的とする。 
※経営＝組織の進むべき方向を定めること、マネジメント＝組織の運営・管理を行うこと 

 
＜理学療法学科の教育目的＞ 

理学療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障害のある人に基本的動作

能力を獲得させ、多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化

する社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の

実現に貢献する理学療法士を養成することを目的とする。 
 
＜作業療法学科の教育目的＞ 

作業療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障害のある者に応用的動作

能力を又は精神に障害のある者に社会的適応能力を獲得させ、多様な生活者の QOL（Quality 

of life、生活の質）の維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する社会ニーズ

に対する課題解決力と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の実現に貢献する

作業療法士を養成することを目的とする。       
 
 このような教育研究上の目的を達成するため、授業科目に共生社会や福祉に関する科目

を新たに追加した。基礎科目には１年次前期に「敬心における共生論」を必修科目として追

加し、「共生社会」や「リハビリテーション」さらには「QOLの維持・向上」について理解を
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深める。また展開科目の隣接他分野には「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」を加えた。「共生

福祉論Ⅰ」は１年次後期に配置し、共生社会を理解したうえで、リハビリテーション専門職

にとっての“共生福祉”の意味と意義、地域社会において多職種による連携・協働、市民の

協力を得た上でのネットワーキングの必要性などについて学ばせる。 
 また、展開科目の経営分野は、保健医療の経営をより深く学ぶ内容に修正し、必修科目を

厳選し、必修科目数を減らすことによって、学生の興味や将来の方向性に合わせ、科目選択

の余地が大きい構成へ変更した。 
 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（16 ページ～17 ページ） 
６．教育研究上の目的 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜大学の教育教育上の目的＞ 
東京保健医療専門職大学は、教育基本法及び

学校教育法に則り、敬心学園の理念「他人を

敬い、自らを律し、人々の心をもっとも大切

にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創

造する」の下、健常者・障害者、若年者・高齢

者など多様な人々が『共生できる社会の実現

と発展』」を建学の精神に掲げ、 
（中略） 
共生社会の実現に貢献する作業療法士を養成

することを目的とする。 
 

（11ページ） 

６．教育研究上の目的 
本学は、超高齢社会の課題に対して対峙し、

課題解決を目指すことを教育研究上の目的と

する。建学の精神および教育理念を踏まえ、

養成する人材像に必要な「高度な専門性」「豊

かな応用力」「豊かな創造力」「高度な実践力」

そして「高い職業倫理」を持つ即戦力となる

人材を育成し、多様な人々が生き生きと共生

できる社会の実現に貢献する。 
 
（追加） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

3．【全体計画審査意見 3の回答について】 

＜1 つの学部に 2学科を置く必要性が不明確＞ 

学部学科構成の必要性の以下を是正すること。 

 

（1）医療福祉学部に 2つの異なる専攻分野の学科を配置する計画となっているが、教育課

程において、例えば共通科目群の設定や両学科の学生が交流できる講義や演習等も見受け

られず、両学科を 1つの学部に置く必要性が不明確であるため、その必要性を明確にするか

教育課程を修正すること。 

（対応） 

（1） 
敬心学園では東京都 23 区内で保健・医療・福祉分野の専門職を育成するグループ 5校を

展開し、近年は夜間部学生や社会人学生を積極的に受け入れ、学び直しや新たな職業能力を

身に付けたいという、幅広い年齢の、多様な志望動機や社会的背景を持った志望者に対して

教育を行い、社会人の学び直しニーズへの対応を行ってきている。 
昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また本学で

は、リハビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、

両者の専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉

介護イノベーション学科との 2 学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等の研究環境、学

生自習室等の環境の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断し、

学科構成の見直しを行い、夜間コース及び福祉介護イノベーション学科の取り下げを行う

こととした。この変更により、学部名は「医療福祉学部」から「リハビリテーション学部」

へ変更することとした。 

 

 2018年 10月申請 今回の補正申請 定員 

リハビリテー

ション学科 

理学療法専攻（昼間コース） 理学療法学科 80名（変更なし） 

理学療法専攻（夜間コース） 取り下げ - 

作業療法専攻（昼間コース） 作業療法学科 80名（変更なし） 

作業療法専攻（夜間コース） 取り下げ - 

福祉介護イノベーション学科 取り下げ - 
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この変更により、上記表のとおり、医療福祉学部リハビリテーション学科（理学療法専攻・

作業療法専攻）及び福祉介護イノベーション学科の 1 学部 2 学科 2 専攻から、リハビリテ

ーション学部、理学療法学科、作業療法学科の 1学部 2学科構成となる。 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（16 ページ） 
５．学部・学科の構成・定員 
本学は、リハビリテーション学部を設け、理

学療法学科と作業療法学科の 2学科とする。 
 
 
 

 
学部名 学科名 修業

年限 
入学定員 収容定員 

リハビリテ

ーション学

部 

理学療法

学科  
4 年 80 320 

作業療法

学科  
4 年 80 320 

合計  160 640 
 

（10ページ） 

５．学部・学科・専攻の構成・定員 
本学は、医療福祉学部を設け、リハビリテーシ

ョン学科、福祉介護イノベーション学科の 2 学

科を設置する。リハビリテーション学科は、理

学療法専攻と作業療法専攻の 2 専攻とし、それ

ぞれに昼間コースと夜間コースを開設する。 
 
学科名 専攻名 修 業

年限 
入学定員 収容定員 

 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
学
科 

理学療法専攻 
昼間コース 

4 80 320 

理学療法専攻 
夜間コース 

4 40 160 

作業療法専攻 
昼間コース 

4 80 320 

作業療法専攻 
夜間コース 

4 40 160 

福祉介護イノベーション

学科 
4 40 160 

合計  280 1,120 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

3．【全体計画審査意見 3の回答について】 

＜1 つの学部に 2学科を置く必要性が不明確＞ 

学部学科構成の必要性の以下を是正すること。 

 

（2）既存の専門学校において、保健・医療・福祉分野の専門職を中心とした職業教育の実

績を踏まえ、専門職大学の設置を行うこととしているが、既存の専門学校で行ってきた各専

門職のうち、リハビリテーション分野において、理学療法士及び作業療法士のみを専門職大

学で養成する必要性や、異なる国家資格であるにもかかわらず 1 学科で 2 つの専攻を設置

する必要性が不明確であるため、明確にすること。 

（対応） 

（2） 
本学キャンパス予定地には、現在、臨床福祉専門学校を設置している。ここでは、理学療

法学科、言語聴覚療法学科（２年制）、柔道整復学科の３学科を設置している。現在は専門

職大学開学計画に伴い、理学療法学科、柔道整復学科の学生募集は停止しており、言語聴覚

療法学科も今後学生募集を停止する計画であり、大学の開学３年目には専門学校とのキャ

ンパスの併用は解消する。 

一方、敬心学園では上記専門学校のほか、日本リハビリテーション専門学校において理学

療法学科及び作業療法学科、日本福祉教育専門学校において言語聴覚療法学科、介護福祉学

科、社会福祉士養成学科、精神保健福祉士養成学科を設置している。 

このように、臨床福祉専門学校では理学療法士・作業療法士、グループ内の専門学校では

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士を育成している。その中から、申請時にはリハビリテ

ーション専門職として理学療法士・作業療法士、そして介護福祉士を育成する学科を設置す

ることを選択した。これは、高齢化する我が国において、これら３職種が連携することで、

地域包括ケアの推進をはじめとした保健医療福祉分野の課題解決により貢献できると考え、

計画したものである。また、校舎のキャパシティを鑑みると、本学が予定する校舎は既存の

専門学校を改修するため、上記３職種に加え、言語聴覚士を含めた４つの専門職を育成する

ための環境を整えることは物理的に困難であり、３職種に絞らざるを得なかったことも学

科選択の背景の一つであった。 

一方、今回の審査意見の様々な指摘を熟慮し、より良い教育研究環境を整備するために、

福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。理学療法士・作業療法士の養成

に必要な実習環境は共有できる要素もあるが、介護福祉士と理学療法士・作業療法士では養

成に必要な環境が異なる。そのため、教育環境をより効率的に整え、より適切な環境を用意

するため、福祉介護イノベーション学科は取り下げ、リハビリテーション分野に絞り、理学
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療法士・作業療法士を養成する２学科のみを設置し、教育研究環境の充実をより図る計画へ

と変更した。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

4．【全体計画審査意見 4の回答について】 

＜ディプロマ・ポリシー等が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の以下の点を是正すること。 

 

（1）ディプロマ・ポリシーの内容が抽象的であり、専門職大学において養成する人材の専

攻分野を適切に踏まえたものと認められない。また、カリキュラム・ポリシーについてもデ

ィプロマ・ポリシーが抽象的な内容であるため適切な内容となっているかが判断できない。

各ポリシーについて、養成する人材像を踏まえた適切な内容に修正すること。その際、別途

指摘している展開科目の必要性に関わる意見への対応をした上で、各ポリシーの説明に反

映させること。 

（対応） 

（1） 
まず審査意見の指摘を受け、教育研究上の目的、養成する人材像についても見直しを行

い、以下の内容に修正した。 
これらの修正を行ったうえで、３つのポリシーについてもより具体的な内容に修正した。 

 

【教育研究上の目的】 

＜大学の教育目的＞ 

東京保健医療専門職大学は、教育基本法及び学校教育法に則り、敬心学園の理念「他人を敬

い、自らを律し、人々の心をもっとも大切にして、一人ひとりが輝いて生きる社会を創造す

る」の下、「健常者・障がい者、若年者・高齢者など多様な人々が『共生できる社会の実現

と発展』」を建学の精神に掲げ、実践的かつ高度な保健医療の理論と技術を教育研究し、豊

かな人間性を備えた「共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」となる専門職業人材

を養成し、保健医療分野の発展に貢献することを目的とする。 

 

＜学部の教育目的＞ 

リハビリテーション学部は、保健医療の専門職業人として高い専門知識と技術を涵養する

と共に、多様な生活者の QOL（Quality of life、生活の質）の維持・向上に関する知見を

身に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメント※

の知識を養い、共生社会の実現に貢献する理学療法士、作業療法士を養成することを目的と

する。 

※経営＝組織の進むべき方向を定めること、マネジメント＝組織の運営・管理を行うこと 
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＜理学療法学科の教育目的＞ 

理学療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障害のある人に基本的動作

能力を獲得させ、多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化

する社会ニーズに対する課題解決力と組織の経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の

実現に貢献する理学療法士を養成することを目的とする。 

 

＜作業療法学科の教育目的＞ 

作業療法学科は、高い専門知識と技術を涵養すると共に、身体に障害のある者に応用的動作

能力を又は精神に障害のある者に社会的適応能力を獲得させ、多様な生活者の QOLの維持・

向上に関する知見を身に付け、高度化複雑化する社会ニーズに対する課題解決力と組織の

経営・マネジメントの知識を養い、共生社会の実現に貢献する作業療法士を養成することを

目的とする。 

 
【養成する人材像】 

＜大学の養成する人材像＞ 
大学の養成する人材像は、「専門職業人材としての高い専門的知識と技術を備えると共に、

多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を有し、組織の経営・マネジメントの知識を

身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」である。 
 
＜理学療法学科の養成する人材像＞ 
理学療法学科の養成する人材像は、「高度化かつ多様化する保健医療分野において、理学

療法士としての高い専門的知識と技術を備えると共に、身体に障害のある人に基本的動作

能力を獲得させ、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOLの維持・向上に貢献できる

人材。さらに、理学療法のみならず、組織の経営・マネジメントの知識を身に付け、共生社

会の実現と発展に貢献する実務リーダー」である。 
 
＜作業療法学科の養成する人材像＞ 
作業療法学科の養成する人材像は、「保健医療分野における作業療法士としての高い専門

的知識と技術を備えると共に、身体に障害のある者に応用的動作能力を又は精神に障がい

のある者に社会的適応能力を獲得させ、QOLの維持・向上に貢献できる人材。さらに、組織

の経営・マネジメントの知識を身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」

である。 
 

 上記の修正した教育研究上の目的、養成する人材像等を踏まえ、３つのポリシーを以下の

とおり修正した。 
 



29 

【卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）】 

＜大学のディプロマ・ポリシー＞ 

本学は建学の精神「健常者・障がい者、若年者・高齢者など多様な人々が『共生できる社

会』の実現と発展」のもとに、養成する人材像の育成に必要な能力として、以下に定める能

力及び学則第 51 条に定める修了要件を満たした者に対し卒業を認定し、学位を授与する。 

本学で卒業までに身に付けるべき内容は、以下のとおりである。 

 

１）保健医療分野の専門性 

保健医療の専門職として必要な専門知識と技術を身に付け、対象者の支援のために適

切に活用することができる。 

２）共生社会の理解 
共生社会の概念を理解し、障がい者や高齢者など多様な生活者が共生できる社会の実

現に意識を置きながら、保健医療の専門職として行動することができる。 
３）課題解決力 

保健医療の専門職が直面する様々な課題について、その背景やニーズを把握し、対象者

の立場を理解し、課題解決に向け適切に行動することができる。 
４）応用力 

QOL の維持・向上や健康寿命の延伸に向け、保健医療の専門分野のみならず、関連する

他分野の知識を応用し、視野を広げて業務に取り組むことができる。 

５）組織における経営・マネジメント力 
経営・マネジメントの素養を身に付け、保健医療に関する諸課題の改善に取り組むこと

ができる。 
 

＜理学療法学科のディプロマ・ポリシー＞ 
１）保健医療分野の専門性 

理学療法士として保健医療分野における疾病や障がい等に対する専門知識と技術を修

得し、対象者の支援のために適切に活用することができる。 

２）共生社会の理解 
共生社会の概念を理解し、理学療法士として、障がい者や高齢者など多様な生活者が共

生できる社会の実現に意識を置きながら行動することができる。 
３）課題解決力 

理学療法士として対象者が直面する様々な課題について、その背景やニーズを把握し、

対象者の立場を理解した上で、リスクや医療倫理に配慮しながら課題解決に向け適切

に行動することができる。 
４）応用力 

多様な生活者の QOLの維持・向上に向け、理学療法士としての保健医療の専門性にとど
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まらず、関連する他分野の知識を応用し、視野を広げて業務に取り組むことができる。 
５）組織における経営・マネジメント力 

理学療法士として経営・マネジメントの素養を身に付け、多職種及び地域との協働・連

携を行い、組織が直面する諸課題の改善に取り組むことができる。 

 
＜作業療法学科のディプロマ・ポリシー＞ 
１）保健医療分野の専門性 

保健医療分野における作業療法士としての必要な教養や専門知識・技術を身に付け、対

象者の日常生活の支援のために適切に活用することができる。 

２）共生社会の理解 
共生社会の概念を理解し、障がい者や高齢者など多様な生活者が共生できる社会の実

現に意識を置きながら、作業療法士として行動することができる。 
３）課題解決力 

作業療法士が直面する様々な課題の解決に向け、論理的知識と実践的知識の両者を駆

使し、対象者に寄り添い立場を尊重した上で、適切に行動することができる。 
４）応用力 

QOL の維持・向上や健康寿命の延伸に向け、探究心を持ち、作業療法の専門分野のみな

らず、関連する他分野の知識を応用し、視野を広げて業務に取り組むことができる。 
５）組織における経営・マネジメント力 

経営・マネジメントの素養を身に付け、協調性を持ち、組織が直面する諸課題の改善に

取り組むことができる。 

 
【教育課程の編成及び実施の方針（カリキュラム・ポリシー）】 

本学は、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に掲げる知識・技術を修得させるため

に、「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」「総合科目」を体系的に配置する。それぞれの

科目には、主要科目を置く。 
講義形式、演習形式、講義・演習形式、実習形式のうち授業の内容に応じた形式で授業を

開講する。 
授業科目にナンバリングを行い、カリキュラム・マップを作成し学修の段階や順序、科目

の難易度や科目間の関係を表し、教育課程の体系性を明示する。 
 
教育内容、教育方法、そして評価を以下のように設定する。 
 
＜教育内容＞ 

１）基礎科目 
「基礎科目」は、保健医療の専門職として活躍するための知識や教養を涵養する科目を、
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「社会」「組織」「地域・ボランティア」「科学」の４つの区分で配置する。 
他人を敬う心の大切さを踏まえ敬心学園の理念を理解する「敬心における共生論」を主

要科目として配置し、共生社会、QOLの維持・向上についての基本を学ぶ。そのうえで、

専門分野を学ぶうえでの基礎的な能力を高める科目、社会人・職業人としての基本的能

力を養う科目を配置する。 
２）職業専門科目 

「職業専門科目」は、全て必修科目で構成し、保健医療の専門職として必要なリハビリ

テーションに関する専門知識・技術を学修する科目を体系的に配置する。障がい者や高

齢者など多様な生活者が共生できる社会を目指し、課題解決する能力を養う教育を行

う。 
理学療法士・作業療法士の国家試験受験資格に必要な科目を体系的・系統的に配置する。 
保健医療専門職としての実践能力を修得するため、臨地実務（臨床）実習のほか、各種

実習、演習を適切に配置する。 
３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダー

として活躍するために、「専門領域に隣接する他分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・

マネジメント（経営分野）」に関する科目を配置する。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、職業専門科目と融合することで活躍の

場を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や健康寿命の延伸への考えを深め、複眼的

な視点や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、保健医療に関する諸課題の改善に必要な能力を育成

する。 
４）総合科目 

「総合科目」は、保健医療の専門職かつ実務リーダーとして活躍するために、基礎科目、

職業専門科目、展開科目で学修した内容を深め、知識・技術の統合を図る科目を配置し、

問題解決能力を高める。 
少人数制ゼミナール形式で開講し、学生相互の知識共有を図るとともに卒業研究を行

う。 
 
＜教育方法＞ 

すべての授業は原則として 1 科目 40 名で行う。 
クラス担任と科目教員が連携し、学生の学修への取り組み状況や学業成績を把握して、学

生へのフィードバックを行う。 
ゼミナール形式で行う授業は、ディスカッションやアクティブ・ラーニング形式を取り入

れ、きめ細かな指導を行う。 
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保健医療の専門職としての実践的能力を身に付けるため、臨地実務（臨床）実習のほか、

各種実習、演習を適切に配置する。 
実務家教員による実践的な授業を行う。 

 
＜評価＞ 

本学は、ディプロマ・ポリシーに定める能力の修得を、次の方法・手法を用いて評価する。 
① カリキュラムにおける各科目の試験結果 
② 単位修得状況 
 
【資料 2】 カリキュラム・マップ 
【資料 3】 授業科目のナンバリング 
 
 
＜理学療法学科のカリキュラム・ポリシー＞ 
１）基礎科目 

理学療法士として活躍するための知識や教養を涵養する科目を配置する。 
共生社会、QOL の維持・向上についての基本を学ぶ。その上で、理学療法を学ぶための

基礎的な能力を高める科目、社会人・職業人としての基本的な能力を養う科目を配置す

る。 
２）職業専門科目 

高度化かつ多様化する保健医療分野において、基本的な医学的知識を身に付けた上に、

理学療法に関する専門性を多面的な観点から学ぶ。加えて、より質の高い理学療法を提

供するため、保健医療に関する制度の理解、組織運営に関するマネジメント能力を養う

と共に、科学的な根拠に基づき、より安全かつ効果的な理学療法を提供できる能力を育

成するための理学療法専門科目を体系的に配置する。 
３）展開科目 

理学療法の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した理学療法の実務リーダーとし

て活躍するために、「理学療法に隣接する他分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・マ

ネジメント（経営分野）」に関する科目を配置する。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、「身体障害への支援システム工学」など

理学療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置し、QOLの維持・向上や健康寿

命の延伸への考えを深め、複眼的な視点や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、所属する組織における諸課題の改善に必要な能力を

育成する。 
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４）総合科目 
これまでに修得した理学療法の知識と技術を統合し、専門性が求められる職業を担う

ための実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させることを目的とする。3 年次以降、

実験・調査とその解析等の一連の研究課程を体験し、課題解決力・応用力を身に付ける。 
 
＜作業療法学科のカリキュラム・ポリシー＞ 
１）基礎科目 

作業療法士として活躍するための知識や教養を涵養する科目を配置する。 
他人を敬う心の大切さを踏まえ、敬心学園理念を理解し、QOLの維持・向上についての

基本を学ぶ。その上で、作業療法を学ぶための基礎的な能力を高める科目に加え、責任

感や使命感を持った職業人材を育成するために必要な科目を配置する。 
２）職業専門科目 

作業療法士として必要なリハビリテーションに関する専門知識・技術を学修する科目

を体系的に配置する。 
対象者を敬い、多職種や地域との連携や協働をしながら作業療法に取り組むことがで

きる能力を養う教育を行う。 
３）展開科目 

作業療法の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダーとして活躍する

ために、「作業療法に隣接する他分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・マネジメント

（経営分野）」に関する科目を配置する。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、「ユニバーサルツーリズムと外出支援」

など作業療法と融合することで活躍の場を広げる科目を配置し、QOLの維持・向上や健

康寿命の延伸への考えを深め、複眼的な視点や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、所属する組織における諸課題の改善に必要な能力を

育成する。 
４）総合科目 

基礎科目、職業専門科目、展開科目で学修した知識・技術を統合し、実務リーダーとし

て活躍できる作業療法士の育成を図る科目を配置する。卒業研究「作業療法学セミナー」

において臨床実習後に実習内容の振り返りを学内で行い教育的効果を高めると共に、

「作業療法研究」において卒業研究を通し科学的な思考過程を追求する姿勢を身に付

ける。 
 
【入学者の受け入方針（アドミッション・ポリシー）】 

＜大学のアドミッション・ポリシー＞ 

 リハビリテーションに対し高い関心を持ち、障がい者や高齢者のみならずあらゆる人々
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が直面する心身機能・活動・参加や環境因子の諸問題に対して、新たな専門的治療・援助の

知識及び技術を学び、多角的・革新的視点を持って社会貢献することを望む学生を受け入れ

る。 
 学び直し入学希望者は、保健医療に関心を持ち、基礎学力をベースに、共生社会の実現と

発展を意識し、諸問題を解決する能力を実践的に身に付けることを目指す人を受け入れる。 
１）心身や社会的な諸問題に直面している人々を援助する意欲のある人 
２）多様な人々の価値観を認め受入れながら、主体的に考え、自らの意思に基づいて実践す

る意欲のある人 
３）共生社会の実現を意識し、専門的な知識・技術及び幅広い視点で諸問題を解決する能力

を実践的に身に付ける意欲のある人 
４）コミュニケーションにより、多様な意見の統合を図り、方向性を定めて、実践する意欲

のある人 
５）保健医療を学ぶための基礎的な学力を有している人 
 
＜理学療法学科のアドミッション・ポリシー＞ 
１）理学療法士として、身体に障害があり社会的な諸問題に直面している人々を援助する

意欲のある人 
２）理学療法士として、多様な人々の価値観を認め受入れながら、主体的に考え、実践する

意欲のある人 
３）共生社会の実現を意識し、理学療法の専門職として多面的な視点で諸問題を解決する

意欲のある人 
４）理学療法士として、多様な人々とコミュニケーションを図り、協調性を持って行動する

意欲のある人 
５）理学療法を学ぶための基礎的な学力を有している人 
 
＜作業療法学科のアドミッション・ポリシー＞ 
１）作業療法士として、身体または精神に障害のある人々や社会的な諸問題に直面してい

る人々を援助する意欲のある人 
２）作業療法士として、多様な価値観を尊重しながら、主体的に考え、自らの意思に基づい

て実践する意欲のある人 
３）共生社会の実現を意識し、作業療法の知識・技術及び幅広い視点で諸問題を解決する能

力を実践的に身に付ける意欲のある人 
４）作業療法士として、他者との協調性を持ち、連携・協働を行いながら、方向性を定めて、

実践する意欲のある人 
５）作業療法を学ぶための基礎的な学力を有している人 
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＜大学のアセスメント・ポリシー＞ 

本学では、教育成果を可視化し、教育改善を実施する目的で、３つのポリシー（アドミッ

ション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）を踏まえて、教育課

程や学生の学修成果を測定・評価する方法（アセスメント・ポリシー）を定めている。測定・

評価は入学時から卒業時までとし、機関レベル（大学）・教育課程レベル（学部・学科）・科

目レベル（授業科目）の３段階で多面的に実施する。 
1）機関レベル（大学） 

学生の卒業率、退学率、志望進路（就職率、進学率）等から教育課程及び学修成果の達

成状況を評価する 
2）教育課程レベル （学部・学科） 

学部・学科の所定の教育課程における卒業要件達成状況（単位取得状況、GPA）、資格・

免許の取得状況等から教育課程全体を通した学修成果の達成状況を評価する 
3）科目レベル（授業科目） 

シラバスで提示された学修目標に対する評価や授業評価アンケート等の結果から、科

目ごとの学修成果の達成状況を評価する 
 
具体的な評価方法等は以下の表のとおりである。 

 

 

入学時 在学中 卒業時 

アドミッション・ポリシーを

満たす人材かどうかの評価 

カリキュラム・ポリシーに則っ

て学修が進められているかど

うかの評価 

ディプロマ・ポリシーを満たす人

材になったかどうかの評価 

機関レベル 
（大学） 

・入学試験  
・調査書等の記載内容 
・面接、志願理由書等 

・休学率  
・退学率 
・学修行動調査 

・卒業率  
・学位授与数  
・就職率 
・進学率（主として大学院） 

教育課程レベル 
（学部・学科） 

・入学試験  
・調査書等の記載内容 
・面接、志願理由書等 

・GPA※  
・修得単位数  
・進級率  
・学修行動調査 
・OSCE※ 

・GPA※  
・国家試験合格者数  
・国家試験合格率  
・資格取得率  
・進路状況 
・卒業時到達度アンケート 

科目レベル 
（授業科目） 

 ・成績評価（定期試験）  
・学修ポートフォリオ  
・授業評価アンケート 

 

※GPA：Grade Point Average 学生が履修登録した科目１単位当たりの成績平均値 
※OSCE：Objective Structured Clinical Examination （客観的臨床能力試験）学生の模擬患者に対する

インタビュー や臨床の現場で必要な基本的技能の実技を、評価者が観察し、客観的に評価する試験 
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（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 
（17 ページ～18 ページ） 
7．卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・
ポリシー） 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＜大学のディプロマ・ポリシー＞ 
本学は建学の精神「健常者・障がい者・若年
者・高齢者など多様な人々が『共生できる社
会』の実現と発展」のもとに、養成する人材
像の育成に必要な能力として、以下に定める
能力及び学則第 51 条に定める修了要件を満
たした者に対し卒業を認定し、学位を授与す
る。 
本学で卒業までに身に付けるべき内容は、以
下のとおりである。 
 
１） 保健医療分野の専門性 

保健医療の専門職として必要な専門知
識と技術を身に付け、対象者の支援の
ために適切に活用することができる。 

（中略） 
5）組織における経営・マネジメント力 

経営・マネジメントの素養を身に付け、
協調性を持ち、組織が直面する諸課題
の改善に取り組むことができる。 

 
 
（31 ページ～34 ページ） 
２．教育課程の編成及び実施の方針（カリ
キュラムポリシー） 
（１）大学のカリキュラム・ポリシー 
 
（削除） 
 
 
 
 

（11 ページ～12 ページ） 
７．学位授与の方針（ディプロマポリシー） 
 
本学は、養成する人材像の育成に必要な能力
として、以下に定める能力及び学則に定める
修了要件を満たした者に対し卒業を認定し、
学位を授与する。 
本学で卒業までに身に着けるべき内容は、以
下の通りである。 
【医療福祉学部】 
  高度な専門性：高度化・複雑化する社

会のニーズに対応できる高い職業専門
知識と技術を身に着けている 

（中略） 
 実践的なマネジメント力：介護の専門

職として、業務の改善・改革に貢献し、
組織に成果をあげさせるための実践的
な能力を身に着けている 

 
（追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（24 ページ～25 ページ） 

２．教育課程の編成及び実施の方針（カリキ
ュラムポリシー） 
（１）医療福祉学部のカリキュラム・ポリシ
ー 
本学は、建学の精神、教育理念のもと、「共
生社会」を実現する実務リーダーを育成する
ため、「基礎科目」「職業専門科目」「展開科
目」「総合科目」を体系的に構成するカリキ
ュラムとする。 
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本学は、学位授与の方針(ディプロマ・ポリシ
ー)に掲げる知識・技術を修得させるために、
「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」「総
合科目」を体系的に配置する。それぞれの科
目には、主要科目を置く。

（中略）
卒業研究「作業療法学セミナー」において臨
床実習後に実習内容の振り返りを学内で行い
教育的効果を高めると共に、「作業療法研
究」において卒業研究を通し科学的な思考過
程を追求する姿勢を身に付ける。

（34 ページ） 
（４）大学のアセスメント・ポリシー
本学では、教育成果・を可視化し、教育改善
を実施する目的で、3 つのポリシー（アドミ
ッション・ポリシー、カリキュラム・ポリシ
ー、ディプロマ・ポリシー）を踏まえて

（中略）
※OSCE：Objective Structured Clinical

Examination （客観的臨床能力試験）学生の
模擬患者に対するインタビュー や臨床の現
場で必要な基本的技能の実技を、評価者が観
察し、客観的に評価する試験

（中略）
「基礎ゼミナール」および「卒業研究ゼミナ
ール」は、長期の「インターンシップ」と連
携させ、実践能力を身に着けられるようにす
る。ゼミ担当教員と現場指導者が連携し指導
することにより、実践能力を磨く。

（追加）

（追加）
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

4．【全体計画審査意見 4の回答について】 

＜ディプロマ・ポリシー等が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の以下の点を是正すること。 

 

（2）リハビリテーション学科については、昼夜開講により多数の社会人学生や若干名の留

学生を受け入れる計画となっているが、その必要性を明確にした上で、それらの方針につい

ても各ポリシーに反映させること。また、異なる分野の 2つの専攻を配置する計画となって

いることから、別途指摘している各専攻の設置の必要性への意見へ対応した上で、各専攻で

養成する人材像にふさわしい特色が明確となる各ポリシーとすること。 

 
（対応） 
（2） 

今回の補正申請において、理学療法専攻及び作業療法専攻に設置を計画していた夜間コ

ースの設置は取り下げることとした。その理由は、審査意見３に記載したとおり、審査意見

の指摘を受け、より良い教育研究環境を整備することを優先したためである。夜間コースで

は、40 名の定員のうち、34 名を社会人枠とし、昼間コースでは若干名の募集であったが、

夜間コース取り下げにより、社会人は「若干名」として募集することとした。 

昼間コースに対する社会人ニーズは、学生確保のアンケートでも検証したとおり、1,006

名の回答者※のうち、「ぜひ進学したい」という回答が理学療法専攻（昼間コース）82 名

（8.2％）、作業療法専攻 18 名（1.8％）であった。このほか、今まで実施した大学説明会等

でも、社会人から本学進学に興味を持っているという相談を受けており、社会人学生のニー

ズは「若干名」に相当する分はあると考えている。 
このように社会人のニーズは一定数あるとの考えの下、高等学校卒業後の学生や社会人

学生など多様な学生を受け入れることが特徴の一つである専門職大学の制度を活用し、理

学療法学科及び作業療法学科で社会人学生を受け入れる体制を整えるべきであると判断し

た。 
一方留学生については、募集定員はすべての学科・専攻で若干名としていたが、主に福

祉介護イノベーション学科での受け入れを想定していた。リハビリテーション分野で学ぶ

留学生は他大学にいるものの、卒業後は母国へ帰国するケースも多く、本学の設置の背景の

一つである１都３県を中心とした首都圏への理学療法士・作業療法士の輩出に、必ずしも十

分寄与しないことが考えられる。また、申請時に想定していた日本語能力（Ｎ２以上）を前

提にすると、日本語授業等で留学生への支援体制を整える必要があるが、２学科入学定員

160 名での若干名の留学生に対しそれら支援体制を整えることは、そもそもの理学療法学
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科・作業療法学科の教育研究環境整備のための経営資源を圧迫することになる。限られた大

学の経営資源をより有効に活用し、本来の理学療法学科・作業療法学科の教育研究環境の充

実を優先すべきであると判断し、留学生の受け入れは行うものの、日本語力が十分であり、

日本人学生と同等の授業を受けることが可能な留学生を受け入れる方針へ変更する計画で

ある。そのため、留学生特別選抜入試は行わず、日本人と同じ入学試験に合格することを入

学の条件とした。 
 

※調査対象は、18 歳以上 60 歳未満、かつ「学び直しに興味がある」「理学療法士、作業療

法士、介護福祉士に興味がある」という条件に当てはまる 1,006 人 
 
 

新 旧 

（77 ページ） 
第 9 入学者選抜の概要 
１．学生受入れの方針（アドミッション・ポ
リシー） 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（77 ページ～78 ページ） 
（１）＜大学のアドミッション・ポリシー＞ 
リハビリテーションに対し高い関心を持ち、
障がい者や高齢者のみならずあらゆる人々が
直面する心身機能・活動・参加や環境因子の
諸問題に対して、新たな専門的治療・援助の
知識及び技術を学び、多角的・革新的視点を
持って社会貢献することを望む学生を受け入
れる。 

（中略） 
5）作業療法を学ぶための基礎的な学力を有し
ている人 
 

（65ページ） 
第 9 入学者選抜の概要 
１．学生受入れの方針（アドミッションポリ
シー） 
医療福祉学部 
本学の建学の精神『健常者・障がい者、若年
者・高齢者など多様な人々が「共生できる社
会の実現」』及び、教育理念『高い職業倫理観
をもち、地域社会の保健・医療・福祉分野の
発展に貢献できる人間性豊かな即戦力となる
高度専門職業人材の育成』と理解し、保健医
療福祉の分野で貢献することを目指す入学者
を求めている。 
 
 
 
（追加） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

4．【全体計画審査意見 4の回答について】 

＜ディプロマ・ポリシー等が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の以下の点を是正すること。 

 

（3）カリキュラム・ポリシーにおける展開科目に関わる説明において、「医療施設や一般企

業の経営・マネジメントを実践する能力を育成する」となっているが、専門職大学において

養成する当該専攻分野の人材像に関わる説明として、「一般企業の経営・マネジメントを実

践する能力を育成する」という内容は適切とは考えられないため修正すること。 

 
（対応） 
（3） 

カリキュラム・ポリシーは、以下のとおり修正し、「一般企業の経営・マネジメントを実

践する能力を育成する」という表現は削除し、保健医療に関する諸課題の改善に必要な能力

を育成するという内容に修正した。 
 
＜教育内容＞ 
１）基礎科目 

「基礎科目」は、保健医療の専門職として活躍するための知識や教養を涵養する科目を、

「社会」「組織」「地域・ボランティア」「科学」の４つの区分で配置する。 
他人を敬う心の大切さを踏まえ敬心学園の理念を理解する「敬心における共生論」を主

要科目として配置し、共生社会、QOLの維持・向上についての基本を学ぶ。そのうえで、

専門分野を学ぶうえでの基礎的な能力を高める科目、社会人・職業人としての基本的能

力を養う科目を配置する。 
２）職業専門科目 

「職業専門科目」は、全て必修科目で構成し、保健医療の専門職として必要なリハビリ

テーションに関する専門知識・技術を学修する科目を体系的に配置する。障がい者や高

齢者など多様な生活者が共生できる社会を目指し、課題解決する能力を養う教育を行う。

理学療法士・作業療法士の国家試験受験資格に必要な科目を体系的・系統的に配置する。 
保健医療専門職としての実践能力を修得するため、臨地実務（臨床）実習のほか、各種

実習、演習を適切に配置する。 
３）展開科目 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や技術に加え、展開力を有した実務リーダー

として活躍するために、「専門領域に隣接する他分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・
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マネジメント（経営分野）」に関する科目を配置する。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、職業専門科目と融合することで活躍の場

を広げる科目を配置し、QOL の維持・向上や健康寿命の延伸への考えを深め、複眼的な

視点や新たな発想力を養う。 
経営分野では、基本的な経営・マネジメントを学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マ

ネジメントを学ぶ科目を配置し、保健医療に関する諸課題の改善に必要な能力を育成す

る。 
４）総合科目 

「総合科目」は、保健医療の専門職かつ実務リーダーとして活躍するために、基礎科目、

職業専門科目、展開科目で学修した内容を深め、知識・技術の統合を図る科目を配置し、

問題解決能力を高める。 
少人数制ゼミナール形式で開講し、学生相互の知識共有を図るとともに卒業研究を行う。 
 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 
新 旧 

（31 ページ） 
２．教育課程の編成及び実施の方針（カリ

キュラムポリシー） 
（１）大学のカリキュラム・ポリシー 

 
3）展開科目 
「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や

技術に加え、展開力を有した実務リーダーと

して活躍するために、「専門領域に隣接する他

分野（隣接他分野）」及び「組織の経営・マネ

ジメント（経営分野）」に関する科目を配置す

る。 
隣接他分野では、「共生福祉論」を学んだ上で、

職業専門科目と融合することで活躍の場を広

げる科目を配置し、QOLの維持・向上や健康寿

命の延伸への考えを深め、複眼的な視点や新

たな発想力を養う。 
経営分野には、基本的な経営・マネジメント

を学ぶ科目と、保健医療に関する経営・マネ

ジメントを学ぶ科目を配置し、保健医療に関

する諸課題の改善に必要な能力を育成する。 

（24 ページ） 
２．教育課程の編成及び実施の方針（カリキ

ュラムポリシー） 
（１）医療福祉学部のカリキュラム・ポリシ

ー 
■展開科目 
経営科目では経営分野を理解するに十分な主

要科目と、専門領域の医療福祉経営を学ぶこ

とにより、医療施設や一般企業の経営マネジ

メントを実践する能力を育成する。 
専門領域に隣接する他分野の科目では、融合

することで新たな事業展開の可能性を秘める

分野に関する科目、福祉介護分野の付加価値

を高める分野に関する科目など、多彩な選択

肢を設ける。 
 

 

  



42 

（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

4．【全体計画審査意見 4の回答について】 

＜ディプロマ・ポリシー等が不明確＞ 

ディプロマ・ポリシー等の以下の点を是正すること。 

 

（4）アドミッション・ポリシーの説明において、「介護福祉に関する実践力」のある者を受

け入れる旨の説明があるが、「社会人入試」の説明では、保健・医療・介護の施設等の実務

経験者以外の社会人を受け入れる旨の説明となっており、説明が整合していないため修正

すること。 

 
（対応） 
（4） 

指摘を受けた「アドミッション・ポリシーの説明において、「介護福祉に関する実践力」のあ

る者を受け入れる」は、審査意見 3 で説明したとおり、福祉介護イノベーション学科を取り下

げ、アドミッション・ポリシーからも記述を削除した。 
社会人に対する受け入れ方針は、設置の趣旨に記載した「大学・短期大学などで開設学

科以外の領域を修めた者や、高校あるいは大学・短期大学などを卒業した後に社会人として

職業経験を有する者にも広く門戸を開放する」に変更はない。対象とする社会人とは、「出

願時点で、高等学校等卒業後、保健医療分野の施設等において１年以上の職務経験等がある」

あるいは、「大学入学資格を有し入学時点で 23 歳以上であり、かつ出願時点で２年以上の

職務経験がある」のいずれかに当てはまるものである。これらの条件に当てはまるものにつ

いては、社会人特別選抜入試により選抜する。社会人特別選抜入試については審査意見 29
で詳しく説明している。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

  

（76 ページ） 
第 9 入学者選抜の概要 
１．学生受入れの方針（アドミッションポリ

シー） 
（1）＜大学のアドミッション・ポリシー＞ 
リハビリテーションに対し高い関心を持ち 

（中略） 
5）保健医療を学ぶための基礎的な学力を有し

（68 ページ） 
第 9 入学者選抜の概要 
１．学生受入れの方針（アドミッションポリ

シー） 
医療福祉学部 
本学の建学の精神『健常者・障がい者、若年

者・高齢者など多様な人々が「共生できる社

会の実現」』及び、教育理念『高い職業倫理観
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ている人 
 

（２）理学療法学科のアドミッション・ポリ

シー 
1）理学療法士として、身体に障害があり社会

的な諸問題に直面している人々を援助する意

欲のある人 
（中略） 

5）理学療法を学ぶための基礎的な学力を有し

ている人 
 

（3）作業療法学科のアドミッション・ポリシ

ー 
1）作業療法士として、身体または精神に障害

のある人々や社会的な諸問題に直面している

人々を援助する意欲のある人 
（中略） 

5）作業療法を学ぶための基礎的な学力を有し

ている人 
 

をもち、地域社会の保健・医療・福祉分野の

発展に貢献できる人間性豊かな即戦力となる

高度専門職業人材の育成』と理解し、保健医

療福祉の分野で貢献することを目指す入学者

を求めている。 
「自分を変えたい」「成長したい」という志を

持つ人 
学ぶ目的意識を明確に持つ人 
産業現場で中核を担うプロフェッショナルと

して活躍したい人 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

5．【全体計画審査意見 5の回答について】 

＜修了生の就職ニーズが不明確＞ 

「社会人に対する進学意向調査」において、社会人学生の確保の見通しが示されているが、

社会人のほか、若干名受け入れを計画している留学生について、終了後の就職の受け入れの

人材需要があるのかが不明確なため、明確にすること。 

（対応） 

敬心学園の日本リハビリテーション専門学校では、1997（平成９）年の開校以来、就職率

は 100％となっている。2017（平成 29）年度の求人数は 6,151人で、就職希望者 104名に対

し、倍率 59.1倍と非常に高い求人倍率となっている。入学者のうち高校新卒生及び浪人生

以外の割合は約４割程度であり、社会人学生の就職受け入れも就職希望者に対し 100％であ

る。なお、日本リハビリテーション専門学校の理学療法学科及び作業療法学科はともに４年

制であり、卒業生の年齢が大学に比べ若いということはない。 

専門職大学での卒業生は、理学療法士・作業療法士の資格を有し、かつ国際通用性のある

学位を持つことから、専門学校卒業生に対する採用ニーズを下回ることはなく、卒業後の人

材需要は専門学校と同等以上にあると考えている。 

 

留学生については、主に福祉介護イノベーション学科での受け入れを想定していたが、今

回審査意見の指摘に対応し、福祉介護イノベーション学科を取り下げるため、想定する留学

生の募集は若干名のみとする計画である。申請時に想定していた日本語能力（Ｎ２以上）を

前提とした場合、日本語授業等の留学生への支援体制を整える必要がある。理学療法学科・

作業療法学科の２学科入学定員 160 名での若干名の留学生に対しそれら支援体制を整える

ことは、教育研究環境整備のための経営資源を圧迫することになる。限られた大学の経営資

源をより有効に活用し、本来の理学療法学科・作業療法学科の教育研究環境の充実に割くべ

きであると判断し、留学生の受け入れは行うものの、日本語力が十分であり、日本人学生と

同等の授業を受けることが可能な留学生を受け入れる方針へ変更する計画である。入学試

験も別途区分は設けず、日本人学生と同じ試験内容とする。 
受け入れを想定する留学生は、日本人と同等の語学力を有し、かつ日本文化や習慣等にも

日本人学生と同レベルの知識を有した学生である。そのため、卒業後、日本での就職を希望

するものは国家資格合格により、同資格に合格した日本人と同等の就職ニーズがあると考

えている。なお、日本リハビリテーション専門学校では理学療法学科・作業療法学科ともに

100％の就職実績であることから、専門職大学を卒業した学生に対しても同様な就職ニーズ

があると考えられる。 
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「外国人材の受け入れ・共生のための総合的対応策に関わる取組の現状・課題・対応策」

（法務省）では、外国人材の受け入れ・共生のための総合的対応策（検討の方向性）として、

医療・保健・福祉サービスの提供において、「医療通訳の配置支援、院内案内図の多言語化

等受け入れ態勢の整備を進めている」という現状に対し、課題として「外国人の増加に伴う

言語、文化、慣習の相違に起因する課題が発生している。」とある。すなわち、国家資格を

取得した専門職であり、かつ日本語以外の言語を母国語とする留学生は、今後人材ニーズが

高まると考えられる。 
 
留学生に求める日本語能力について、「外国人留学生の就職及び定着状況に関する調査

（経済産業省 2015 年）」では、最も高い日本語能力である「どのようなビジネス場面でも

日本語による十分なコミュニケーション能力がある」を求める企業等の割合は、英語能力が

ない場合で 25.9％、英語能力がある場合で 20.5％となっている。本学は、入学時点で N１

レベルの日本語能力を持つ外国人を受け入れることから、高いレベルの日本語能力を求め

る場合でもニーズに対応できる。 

なお、日本語能力が高く、日本文化に精通しているといえども、海外から日本に留学して

いる場合、留学生の学業成績や在籍管理を徹底する必要があると考えられることから、教務

部門に留学生対応の経験を持つ職員を配置する計画である。 
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（改善事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

6．【全体計画審査意見 6の回答について】 

＜長期履修生規程の運用方法が不明確＞ 

「長期履修生規程」第 2条に対象者が示されているが、（3）に記載されている「その他特別

な事情により、標準修業年限で修了することが困難であると学長が認めた者」とは、具体的

にどのような事例を想定しているのかを説明すること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、学修意欲を持ちながらも、何らかの事情により履修や研究の時間

制約を受け、標準修業年限での修了が困難と考えられる者を長期履修制度の対象とし、第１

項に「通常の学生に比べて時間的に履修や研究に制限がある者とし」との条文を加え、修正

した。 
第１号の職業を有し、就業している者（自営業や臨時雇用を含む）について、「ただし、

履修や研究に影響を与えない範囲での軽微なアルバイトやパートタイムに従事する者につ

いては、適用は認められない」と適用範囲の制限を加筆し、修正した。 
第２号の「出産、育児又は親族の介護等を行う必要のある者」は、適用範囲を一部限定し

修正した。 
 第３号には、「視覚、聴覚、肢体その他の障害がある者」を追加した。障害のある方が、

長期にわたり履修や研究及び通学等に相当な制限を受ける場合を想定し、追加したもので

ある。 
第４号は「その他疾病等により、標準修業年限で修了することが困難であると学長が認め

た者」と変更した。 

（新旧対照表）長期履修規程 
新 旧 

第2条 長期履修の申請をすることができる

者は、通常の学生に比べて時間的に履修や研

究に制限がある者とし、次の各号のいずれか

にか該当する者とする。 

（1）職業を有し、就業している者（自営業

や臨時雇用を含む。）ただし、履修や研究に

影響を与えない範囲での軽微なアルバイトや

パートタイムに従事する者については、適用

は認められない。 

（2）出産、育児又は親族の介護を行う必要

第2条 長期履修の申請をすることのできる

者は、次の各号のいずれかに該当する者とす

る。 

 

（1）職業を有し、就業している者（自営業

や臨時雇用を含む。） 

 

 

 

（2）家事、育児、介護等の事情を有する者
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のある者。 

（3）視覚、聴覚、肢体その他の障害がある 

者。 

（4）その他疾病等により、標準修業年限で

修了することが困難であると学長が認めた者

。 

。 

（追加） 

 

（3）その他特別の事情により、標準修業年

限で修了することが困難であると学長が認

めた者。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

7．【全体計画審査意見 7の回答について】 

＜基礎科目の内容が不十分＞ 

「情報処理演習」、「社会人基礎力」は、大学教育の水準としてふさわしい内容とは認められ

ないため、修正すること。 

（対応） 

「情報処理演習」「社会人基礎力」については、以下のとおり大学教育の水準としてふさ

わしい内容に修正した。 

「社会人基礎力」については、以下のような内容に修正した。 

【概要】 

職場をはじめ地域活動や日常生活に欠かせない要素の一つがコミュニケーションである。 

近年 SNSの発達により利便性は高まったが FACE TO FACE のコミュニケーションが不足し

ているのは否めない。 

自発的なコミュニケーション能力を高めるのは学生時代から習慣化させることが望まし

い。 

経済産業省が提唱した３つの能力「前に踏み出す力」「考え抜く力」「チームで働く力」を

基軸に、12の能力要素を授業に取り入れ、即実践できる人材の養成を目指す。 

またグループ討論し協調し実行する「実践的な授業」を積極的に取り入れ、様々な年代や

状況でもセルフコントロールを基に平常心で快く相手の話を聴き、心を添わせた「相手を慮

るコミュニケーション」を理解させることで、意思疎通の重要性と人間関係における信頼性

の大切さを学ぶ。 

【到達目標】 

将来、様々な年代や職業の人々と協業しながら仕事を進めていく上で必要なのはテクニ

ックだけでなく、相手の立場になって「会話のキャッチボール」ができるようになることが

重要である。 

そのために、相手の話を正確に聴き情報収集し、判断し、わかりやすく伝える能力を身に

付ける。 

3 つの力と 12 の能力を取り入れたカリキュラムを日常生活でも習慣化させることで、学

生時代から自発性を持ち、平常心でコミュニケーションが取れる、信頼される人材の養成を

目指す。 

 

【資料 4】 「社会人基礎力」シラバス 
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図表 5 社会人基礎力とは 

 

【出典】「人生 100 年時代の社会人基礎力」説明資料（経済産業省） 

 

「情報処理演習」については、審査意見の指摘を受け、以下のとおり修正した。 

 

コンピュータ操作やインターネットのスキルを身に付ける授業内容から、情報社会を理

解するために必要な理論を中心とした授業内容に見直した結果、授業科目名称を「情報処理

演習」から「情報リテラシー」へ変更した。授業形態、授業内容を以下の新旧対照表のとお

り修正した。 

 

【資料 5】 「情報リテラシー」シラバス 
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（新旧対照表）授業科目の概要 
新 旧 

社会人基礎力 演習 1単位 

 

職場をはじめ地域活動や日常生活に欠かせな

い要素の一つがコミュニケーションである。

近年、SNSの発達により利便性は高まったが

Face to Faceの心を添わせたコミュニケーシ

ョンが不足しているのは否めない。自発的な

コミュニケーション能力を高めるのは学生時

代から習慣化させることが望ましい。経済産

業省が提唱した3つの能力「前に踏み出す力

」「考え抜く力」「チームで働く力」を基軸

に12の能力要素を授業に取り入れ、即実践で

きる人材の養成を目指す。またグループワー

クで協業し実行する「実践的な授業」を積極

的に取り入れる。セルフコントロールを基軸

に平常心で相手の話を聴き、心を添わせた「

相手を慮るコミュニケーション」を理解し、

人間関係における意思疎通と信頼性の重要性

を学ぶ 

 

社会人基礎力 演習 1単位 

 

職場や地域社会で多様な人々と仕事をしてい

くために必要な基礎的な力である「社会人基

礎力」を、グループワーク等を通して学ぶ。

社会人基礎力は、「チームで働く力」、「前に踏

み出す力」、「考え抜く力」の「３つの力」と

「12の能力要素」で構成される。 

授業は、これら３つの力と能力要素の内容に

ついて学ぶ講義と、講義内容を身に着けるた

めの、コーチングや複数人でのグループディ

スカッション等の方法を中心にした、能動的・

参加型の形式により進める。 

三越伊勢丹で実際の現場経験をもち、ファシ

リテーション経験も豊富な講師が担当し、実

社会で必要とされる社会人基礎力を学ぶ科目

である。 

 

情報リテラシー 講義 1単位 

 

コンピュータとインターネットは20世紀終盤

から今世紀にかけて急速に普及し、生活とビ

ジネスの仕組みを大きく変えた。今後の情報

系科目の基盤として、コンピュータとインタ

ーネットの基本的な仕組みと効果的な使い方

、セキュリティの課題と対策を中心に学ぶ。

情報分野の基礎概念と各種用語の正確な理解

、情報システムの基本的な構成と利用、アル

ゴリズムの基礎概念、さらに今後の発展の方

向性としてのIOTと機械学修・人工知能の基

本について学ぶ。 

情報処理演習 演習 1単位 

 

ビジネスにおいてコンピュータやインターネ

ットの活用なくして業務は成り立たなくなっ

ている。また、大学生活においても、インタ

ーネットを介した情報の検索、パソコンによ

る実習計画書・実習報告書・各種レポート・

卒業研究等の作成を行う場面が想定される。 

本授業は、コンピュータ操作やインターネッ

ト利用に関する知識と技術を身に付けると共

に、実務に役立つポイントを、事例を交えて

分かり易く解説する。また、情報セキュリテ

ィについての適切な知識や、インターネット

やデータベースの検索手法についても学ぶ。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

8．【全体計画審査意見 8の回答について】 

＜授業科目名称と内容が不整合＞ 

職業専門科目に配置されている「地域共生のための多職種連携Ⅰ・Ⅱ」に関わるシラバスで

は、「保健医療福祉の専門職として、多職種間だけでなく、対象者やその家族と共に連携・

協働」することの重要性が掲げられているが、「対象者やその家族と共に連携・協働」する

内容を含むのであれば、授業科目名称と授業内容が整合していないため修正すること。 

（対応） 

 審査意見の指摘を受け「地域共生のための多職種連携Ⅰ・Ⅱ」の授業内容を検討した。地

域共生社会や地域包括ケアシステムでは、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよ

うに、職種間の連携だけではなく、本人とその家族の意志決定等が重要である。 

 このため、連携対象は職種間だけではなく、本人と家族を含めることが大切であり、「多

職種連携」では、職種間だけの連携にとどまる印象が大きいため、広義に解釈できるよう科

目名称から「多職種」を削除し「地域共生のための連携活動」に修正した。 

 また、授業内容についても狭義の職種間連携ではなく、制度を理解したうえで、事例を通

じ本人と家族を含めた連携の在り方を考えられるように修正した。 

 

（新旧対照表）教育課程の概要 
新 旧 

 地域共生のための連携活動Ⅰ 

 （3年後期 講義 2単位） 

 

 地域共生のための連携活動Ⅱ 

 （4年後期 演習 1単位） 

 地域共生のための多職種連携Ⅰ 

 （3年後期 演習 1単位） 

 

 地域共生のための多職種連携Ⅱ 

 （4年後期 演習 1単位） 

 

（新旧対照表）授業概要：地域共生のための連携活動Ⅰ 

新 旧 

 2025年の地域包括ケアシステム構築のために

、各自治体は、様々な取り組みを試行している

。その人が住み慣れた地域でその人らしい生活

を送るといった、保健医療福祉等の生活支援に

関わる諸サービス・諸活動を一体的かつ有機的

・効果的に展開していくためには、当事者であ

る本人とその家族を中心として関連する専門職

 現在、2025年に向けて地域包括ケアシス

テム構築のために各自治体において、様々

な取り組みが行われており、その中ですま

い・医療・介護・予防・生活支援が一体的

に提供するためには、多職種連携が必要と

なってくる。そこで地域において、各職種

(専門職)の役割は何か、そして何をすべき
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間の多職種連携・協働と地域住民のネットワー

キングが不可欠なものとなる。この講義では特

に、本人とその家族が生活するための地域社会

における専門職の役割、地域住民の主体的参加

、関連専門職の多職種連携・協働と地域住民と

の相互的関係づくりを通して、いかにしたら地

域共生社会の実現へ向けての礎ができていくの

か、多面的かつ具体的・実践的に学ぶことを目

標とする。 

かが重要となってくる。この講義では地域

における多職種連携について学ぶことを目

標とする。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

9．【全体計画審査意見 9の回答について】 

＜展開科目の必要性等が不明確＞ 

展開科目の以下の点を是正すること。 

 

（1）展開科目で設定されている各領域及び各授業科目を通じて育成される能力が不明確で

ある。また、専攻分野における業界等において求められている資質・能力を備えた人材像に

対応しているのかも不明確であるため、当該人材に関わる社会的ニーズを示して、展開科目

の各領域及び各授業科目の配置の考え方及び必要性を明確にするか修正すること。 

（対応） 

（1） 
審査意見を踏まえ、「隣接他分野」「組織における経営・マネジメント（以下、「経営分野」

という）」の配置の考え方を説明した後、社会的ニーズと展開科目の必要性を説明する。 

①展開科目の配置の考え方 

【隣接他分野の配置の考え方】 

隣接他分野は、ディプロマ・ポリシーにおける「共生社会の理解」及び「応用力」に関わ

る能力を育成する。保健医療に隣接する他分野の知識・技術、理論を学ぶことで、主に健康

寿命の延伸や在宅医療の推進に寄与する能力、幅広い視野を修得することを目的としてい

る。この分野は、新たに追加した「共生福祉論」で共生社会・共生福祉について理解し、外

出や生きがい支援などにつながる「ユニバーサルツーリズム」「美容」「音楽」、在宅での医

療やリハビリの支援につながる「支援工学」「手話」、障害児教育への支援に関する「学校支

援」、そして近年頻繁に発生する災害における保健医療専門職の役割を学ぶ「災害行政」を

配置し、健康寿命の延伸や在宅医療に貢献する、幅広い知識と視野を育成する。 

新たに追加した「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」は、リハビリテーション専門職にとっ

ての“共生福祉”の意味と意義を明らかにし、地域社会において多職種による連携・協働、

市民の協力を得た上でのネットワーキングの必要性を具体的かつ実践的に学んでいく科目

である。「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」は、必修科目かつ主要科目として配置した。 

【経営分野の配置の考え方】 

経営分野は、ディプロマ・ポリシーにおける「課題解決力」と「組織における経営・マネ

ジメント力」に関わる能力の育成を主に担う分野として設定した。経営分野の基礎となる理

論や知識を学ぶとともに、それらが実際の企業や事業体・組織でどのように展開されている

かを事例を通して学び、経営全般の知識を体系的に修得するとともに、保健医療分野の経営

についても学び、応用力と実践力を高めていく。 
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経営分野は、審査意見 9（2）で指摘されている保健医療分野の経営を学べるよう各科目

の内容を修正した。必修科目についても見直しを行い、経営分野の必修単位を 14単位から

８単位へ減らし、隣接他分野の必修単位を３単位から６単位へ増やした。この修正は、分野

間のバランスをとるとともに、学生の興味や将来の方向性に合わせ、科目選択の余地を増や

すためである。選択科目は「隣接他分野」「経営分野」のどちらからでも選択可能である。 

 

図表 6 隣接他分野の科目の関係 

 
 

図表 7 隣接他分野の科目一覧 

分野 必修/選択 科目名称 備考 

隣
接
他
分
野 

必
修
科
目 

共生福祉論Ⅰ 学部共通 

主要科目 共生福祉論Ⅱ 

身体障害への支援システム工学Ⅰ 理学療法学科 

主要科目 身体障害への支援システム工学Ⅱ 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 作業療法学科 

主要科目 ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 

選
択
科
目 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ  

音楽療法による QOLの維持向上Ⅱ  

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ  

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ  

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ  

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ  

障害児教育における学校支援Ⅰ  

障害児教育における学校支援Ⅱ  

共生社会における災害行政Ⅰ  

共生社会における災害行政Ⅱ  

(注) 隣接他分野の各科目は、「Ⅰ」が講義 2 単位、「Ⅱ」が実技もしくは演習Ⅰ単位である 

• 美容ケアによるQOLの維持向上
• ユニバーサルツーリズムと外出支援
• 音楽療法によるQOLの維持向上

• 障害児教育にお
ける学校支援

• 共生社会における災害行政

• 身体障害への支援システ
ム工学

• 手話による聴覚障害者と
のコミュニケーション

共生福祉
論

外出や生き
がい支援

在宅医療や
リハビリテー
ションへの支

援

災害時への
支援

障害児へ
の支援
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図表 8 経営分野の科目一覧 

分野 必修・選択 科目名称 備考 

経
営
分
野 

必修科目 

実務リーダーのための経営戦略論（２） 
主要科目 

経営分野の

基本を学ぶ

科目 

組織・人材マネジメントの理論と実践（２） 

実践マーケティング戦略（２）  

選択科目 

実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１）  

実務リーダーのための財務会計Ⅱ（１）  

ビジネスのための法律（１）  

ビジネスのための IT（１）  

選択科目 
事業計画策定概論（２）  経営の総合

的な科目 総合事業開発（１）  

必修科目 保健医療経営Ⅰ（２）  保健医療 

経営を学ぶ

科目 
選択科目 

保健医療経営Ⅱ（１）  

在宅サービスの事業経営（１）  

※（ ）内は単位数 

 

【資料 6】 カリキュラム・ツリー（理学療法学科） 

【資料 7】 カリキュラム・ツリー（作業療法学科） 
 
②展開科目の社会的ニーズと展開科目の必要性 

【社会や医療の環境の変化による理学療法士・作業療法士へのニーズの変化】 
高齢者の増加、家族構成の変化、対象とする病態の変化、医療行政の変化、保健医療分野

に関連する産業界等との連携の変化など、理学療法士・作業療法士を取り巻く環境は様々な

変化が生じている。病気ごとへの対応、対象者の重度化・複雑化への対応、在宅や地域での

対応、医療機関外での必要な他の職種や支援者との連携・協力への対応、保健医療福祉分野

の制度やサービスへの対応、より厳密な職業倫理への対応、産業界、特にリハビリテーショ

ン工学あるいは福祉工学と言われる分野との連携への対応、保健医療分野における経済的

理解・経営的思考と総合的管理能力への対応などについては、現在の指定規則の教育だけで

は十分対応できているとはいえず、様々な社会変化に伴う課題に対応できる高度な職業人

材としての理学療法士・作業療法士の養成が求められている。 
 

＜理学療法士・作業療法士に求められている隣接他分野に関連する社会的ニーズ＞ 

 ■多様化する対象者のニーズへの対応 

高齢化の進展とともに、リハビリテーションのニーズが増加している。高齢者が通所リハ

ビリテーションを継続する理由は身体機能の改善が最も多いが、「移動や食事、入浴や排泄
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などの動作ができるようになりたい」「社会的活動をできるようになりたい」といった日常

における生活機能の向上や社会参加に関わる希望も少なくない。 
図表 9 リハビリテーションの継続理由 

 
【出典】「平成 24 年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に関わる調査（平成 26 年度）「リ

ハビリテーションにおける医療と介護の連携に関わる調査研究事業」報告書」（平成 26 年 厚
生労働省） 

 
しかし、「利用者の多様なニーズにもかかわらず、通所リハビリテーション、訪問リハビ

リテーションでは、医療におけるリハビリテーションにおいて主に実施されるような、身体

機能に偏ったリハビリテーションが実施されがちである。これに対し、「活動」や「参加」

などの生活機能全般を向上させるためのリハビリテーションの実施度合いが低く、介護に

おけるリハビリテーションとしてのバランスのとれた構成となっていない」と同報告書で

指摘している。このような場合、リハビリテーションにおける対象者のニーズは、身体的機

能を向上させることだけでなく、様々な社会的活動に関わるニーズを実現することである。 
 

■対象者の社会参加等への意欲を引き出す取り組みへのニーズ 

リハビリテーションでの意欲を高めるうえで、対象者のニーズを把握することも重要で

ある。 
地域包括ケアシステム構築が推進される中、「自助」の充実が重要となっている。これに

ついては、その取り組みを紹介する事例集の中で、「システムを補完・充実させていくため

に、介護保険等の社会保険制度や公的サービスに加え、（中略）、市場サービス購入等である

「自助」を充実していく必要がある。特に「自助」においては、高齢者や家族のニーズを踏

まえて、（中略）豊富なサービスの選択肢が提供されることへの期待は大きい」（「地域包括

ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集」（厚生労働省 農林水産
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省 経済産業省 平成 28 年 3 月））とある。また、今後サービスを受容する対象者は、消

費文化を謳歌した団塊世代が中心となり、付加価値の高いサービスに対するニーズが高ま

るとも指摘されている。さらに、「健康寿命の延伸に寄与するヘルスケアビジネスの一つと

して、高齢者の生活の質を高める保険外サービスを充実させていくことの意義は大きい」と

あるが、保健医療関係者側には自らサービスを企画し展開する知見・ノウハウが不足してい

ると指摘している。 
図表 10 のように、保険外サービスの事例集には、高齢者本人だけでなく、家族や介護者

も対象とし、サービスの事例が紹介されている。本学では、この図にもある「美容・理容・

整容」「旅行・外出支援」「運動・介護予防」などに関連する知識や技能を学ぶことは有益で

あるとの考えから、理学療法・作業療法の隣接他分野として「美容ケア」「ユニバーサルツ

ーリズム」「音楽療法」「手話」を隣接他分野として設定し、サービスの企画や展開に関わる

知識や能力を育成することとした。 
 

図表 10 保険外サービス事例 

 
【出典】「地域包括ケアシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集」（厚生労

働省 農林水産省 経済産業省 平成 28 年 3 月） 
 
同様の考え方として、「高齢者の自立支援に資する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

の活用」（平成 29 年 介護給付費分科会資料 公益社団法人日本理学療法士協会 一般社

団法人日本作業療法士協会 一般社団法人日本言語聴覚士協会）では、高齢者の状態像に応

じた自立支援を促すリハビリテーション専門職の関わりとして、リハビリテーション専門

職が配置されていない事業への“外付け機能的関与”という考え方を提示している。このよ
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うな“外付け機能的関与”は、従来のリハビリテーション専門職の業務内容ではないが、対

象者の社会参加や健康的な生活を送るためのモチベーション維持に役立つ支援である。 
図表 11 状態像に応じた自立支援を促す、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士の関わり 

 
【出典】「高齢者の自立支援に資する理学療法士、作業療法士、言語聴覚士の活用」（平成 29 年
9 月 6 日 介護給付費分科会資料 公益社団法人日本理学療法士協会 一般社団法人日本作業
療法士協会 一般社団法人日本言語聴覚士協会） 

 
■特別支援学校に対する理学療法士・作業療法士のニーズ 

特別支援学校に対し、理学療法士・作業療法士の役割の重要性は高まっている。平成 25
年度から、文部科学省では特別支援学校機能強化モデル事業において、理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士及び心理学の専門家等の配置・活用や、専門性の向上を図る事業を実施し

ている。このようなニーズに対応する能力を育成することも共生社会の実現を目指す専門

職大学では必要であるとの考えから、学校支援を隣接他分野の科目として取り入れた。 
 

■災害支援に対する理学療法士・作業療法士のニーズ 

東日本大震災だけでなく、昨今大きな災害に見舞われることが多い。避難所へ支援に赴く

理学療法士・作業療法士も多いが、支援者側に避難所の管理運営などについての知識がない

場合、支援につながらないだけでなく、逆に避難所の人々や管理者である自治体職員等に迷

惑をかけるといったことも少なくない。そこで、災害の知識や避難所の運営管理などについ

て学ぶことも重要であるとの観点から、災害行政に関わる科目を隣接する他分野の一つと

して配置することにした。 
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■福祉機器等に対する理学療法士・作業療法士のニーズ 

各企業で体の麻痺の改善、認知症予防に役立つなど、様々なロボットの開発・展開が進ん

できている。2018年９月 28日にソフトバンクとユニマットは、介護施設における人型ロボ

ット「Pepper」の活用に向けた実証実験を新たに開始することを発表、2016 年に帝人ファ

ーマは、手や腕向けのリハビリロボット「ReoGo－J」を実用化、トヨタ自動車は 2017 年

９月から歩行支援ロボットのレンタルを医療機関向けに開始、パナソニックは慶應大学と

共同で、麻痺した手の指の神経回路を回復させるロボットの治験を始めるなど、様々な企業

で取り組みが進められている。このような産業界等の動きに対し、リハビリテーション分野

の教育では、ロボット等の支援工学に対する教育はまだあまり取り入れられていない。本学

では、今後、理学療法士・作業療法士も積極的に新しい技術を取り入れるべきであると考え、

支援工学に関する科目を隣接他分野の科目として配置した。 
 

【理学療法士・作業療法士に求められている経営分野に関連する社会的ニーズ】 
厚生労働省では、2035 年に向けて、社会と経済の変化に対応するために保健医療のパラ

ダイムシフトが必要であると提言をしている。次世代型の保健医療人材の育成が必要であ

り、ゆとりを持った労働環境で医療従事者による医療の提供や、技術の進歩や時代の要請の

変化を捉えた医療従事者像、医療像を常に検討し、その実現に向けて人材育成のあり方も更

新し続ける必要がある、と指摘している。 
労働環境に関しては、働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、

そのためには医療従事者自身も自らの働き方や、組織の運営について意識を高める必要が

ある。 
また、１都３県では理学療法士・作業療法士の対人口当たりの人数が全国平均に比べ少な

く、不足感が強い一方、「理学療法士の養成校は 2000 年の 132 校（入学定員 4,230 人）か

ら 2012 年には 251 校（入学定員 13,265 人）に増加している。年間 13,000 人もの理学療

法士養成校の定員を要するに至り、需給バランスの保持が困難であることは明白である。し

たがって、さらなる職域の拡大が急務であり、現在既に深刻である給与等、雇用待遇の低下

を抑えるため、新旧有資格者の専門性及び質の向上が重要な課題とされる」（「国際検証特別

委員会報告書 理学療法士の法的位置づけに関する国際比較」日本理学療法士協会）ともあ

り、将来的に理学療法士が供給過多となることが予測されており、作業療法士も同様な状況

と考えられる。前出の報告書では、有資格者の専門性及び質の向上が重要な課題、とされて

いるが、理学療法士・作業療法士が就労し易くするために、持続した就労を可能にするため

に、そして一般の医療機関だけでなく、在宅や地域での保健医療分野の機関での就職を促す

ためにも、効果的・効率的な業務の運営や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改善などに

対応できるような創造力、展開力、発展力を有する人材を養成する教育内容が設定可能な教

育機関が必要であるといえる。このような人材に対する背景とニーズに対し、経営分野の基

本的な知識を学び、課題解決力を身に付けることが重要であるとの考えから、展開科目の分
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野として経営分野を配置した。 
 

【展開科目の各領域及び各授業科目の配置の考え方及び必要性】 
 以上のような社会的ニーズや背景に基づき、本学では展開科目において、理学療法・作業

療法に隣接する他分野に関する科目「隣接他分野」と、「組織の経営・マネジメント」に関

する知識を身に付ける科目「経営分野」を設置する。 
 
 「隣接他分野」では、「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」を追加し主要科目として設置、共

生社会の実現を目指す本学の学生にとって土台となる知識を学ぶ。全学生が必修科目とし

履修する。 
 さらに、理学療法学科と作業療法学科の学びの特性を考慮し、理学療法学科の主要科目と

してフィジカル面の支援に関する「身体障害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への支援

システム工学Ⅱ」を、作業療法学科の主要科目として生活における移動に関する「ユニバー

サルツーリズムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」を位置付け、それ

ぞれ必修科目として履修する。 
 
 展開科目のもう一つの柱として学ぶ「経営分野」は、２つの目的がある。 
 一つ目の目的は、組織における役割の変化を見据えた学びを提供することである。 
理学療法や作業療法の専門職として医療機関等に就職した後、リーダー層、管理職層へと

ステップアップすることが想定されるが、その際には医療専門職としての知識に加え、経

営・マネジメントの素養が求められる。 
組織の進むべき方向性を経営戦略として策定し、その実行のための人材マネジメントを

行う等、いかなる組織においても、その運営に必要な知識の修得の場を提供する。 
そのうえで、保健医療分野の業界特性を踏まえた科目を修得する機会を提供する。 
経営・マネジメントの骨格となる「実務リーダーのための経営戦略論」と「組織・人材マ

ネジメントの理論と実践」を主要科目として設定する。高卒生のみならず、社会人の学び直

し学生の受け入れも想定し、その他の科目は学生のバックグラウンドを踏まえて必要な科

目を選択できる仕組みとする。 
 
二つ目の目的は、「隣接他分野」で学んだ内容を、新しいサービス展開に取り入れること

を見据えた学びを提供することである。 
医療機関等においても、事業体の宿命として他施設との競合環境にさらされる。つまり、

利用者に支持されるサービスが提供できなければ、利用者減の事態となり、事業継続が困難

となる可能性がある。 
利用者が求めているのは、高品質な医療サービスだけではない。「隣接他分野」で学ぶ、

共生社会の実現に向けて解決が必要な問題は、高齢者や障がい者等の利用者にとって、魅力
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あるサービスへの展開につながる可能性がある。 
共生社会を理解すると共に、経営・マネジメントの素養を身に付けることによって、医療

機関等が事業を継続する上で必要な知識を修得できると考えている。 
 

【隣接他分野の各科目の概要】 

隣接他分野は、いずれも「Ⅰ」「Ⅱ」の２科目構成としており、講義科目である「Ⅰ」で

基本的な知識・能力を教授し、演習・実技科目である「Ⅱ」において、「Ⅰ」で身に付けた

知識・能力を自身のものとして定着させ、理解を深める。 

「身体障害への支援システム工学Ⅰ」は、ロボットに代表される保健医療福祉分野におけ

る支援システムの開発から市場投入までの一連のプロセスを、実証実験手法も含めて体系

的に学ぶ。さらに、福祉介護機器の製品化プロセスを障害当事者向けのマウス操作用のイン

タフェースを事例に学ぶ。「身体障害への支援システム工学Ⅱ」では、福祉介護機器の製品

化プロセスを障がい当事者向けのマウス操作用のインタフェースを事例に学ぶ。職場で必

要な機器の障がい者向け製品開発を、障害種別を想定して試作し、障がい者の就労を支援す

る機器についての知識を学ぶ。 

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」は、年齢や障がいなどに関わらず、誰もが外出

や旅行を楽しむユニバーサルツーリズムの定義、意義について学ぶ。高齢者や障がい者など

は施設や住宅での限られた環境下の生活から、「お出かけ」をすることで徐々に社会参加が

促進される。本人への刺激、生きがい、健康増進への意欲が促進されるだけでなく、周囲の

人々への理解を深めるなど、外出の意味は大きい。外出や旅行の意義、共生社会へつながる

一歩であることなどを、ユニバーサルデザインやバリアフリーとの関係、障害の社会モデル

について、先進事例などを紹介しながら国内の状況について考える科目である。「ユニバー

サルツーリズムと外出支援Ⅱ」では就労に必要な外出をするために、実際の街でどのような

不便があり、何が必要かを考え、対象者の職場復帰等の支援に必要な能力や知識を育成する。 

「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ」は、手話をはじめとするさまざまな

聴覚障害者とのコミュニケーション方法、聴覚障害者の暮らし、置かれている社会状況など

手話、聴覚障害、聴覚障害者に関する基礎知識を学び、理解することを目的とする科目であ

る。「手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ」では聴覚障害者とのコミュニケー

ション方法を学び、簡単な手話が理解でき、手話であいさつや自己紹介程度の簡単な会話が

できることを目指す。聴覚障害者の支援に必要な能力の一つとして配置した。 

「音楽療法による QOL の維持向上Ⅰ」「音楽療法による QOLの維持向上Ⅱ」は、保健医療

福祉の様々な領域（障害児発達支援・知的障害者支援施設・精神障害者自立支援施設・高齢

者介護施設・認知症病棟など）で行われている音楽療法の概要を学ぶ科目である。認知症高

齢者・介護予防・精神障害者・障害児者・重症心身障害者のための音楽療法の目的と方法、

使用される楽曲や楽器、活動の構造について学び、活動計画の立案に必要な基礎知識を身に

つける。 
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「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ」は、先天性の

もの、あるいは怪我や病気、加齢などによる外表の形態及び心的ストレスに対し、美容の知

識と技術によって、認知機能や、運動機能、ADLや QOLが向上する、あるいは社会復帰が促

進されることが実証されている。「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ」では、美容の歴史、

理論的な基礎、最新の状況や心理的な作用、美容を施すことにより得られる対象者の心身へ

の効果、リハビリや介護の領域における美容の応用事例・意義や方法、エンゼルメイクやリ

ハビリメイクについて学ぶ。「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ」では、対象者に美容・整

容等を実践するための技術を学ぶ。女性の障がい者や高齢者にとって化粧は外出の動機づ

けにもつながり、外出頻度とも関係すると言われており、職場復帰や就労促進につながる知

識・技術であることから設定した科目である。 

「共生社会における災害行政Ⅰ」「共生社会における災害行政Ⅱ」は、災害時に多くの専

門職がその専門性を活かして災害現地の人々や地域復興の支援をしてきたが、専門職自身

が各自治体で緊急時の対応などを整備し、避難所の開設や管理などを行っていることを十

分に理解していないために、かえって避難所の人々に迷惑をかけることになることも少な

くない。そこで、災害に備え行っている自治体での取り組みを理解し、関連が深いと思われ

る災害初動から避難所の開設、運営について理解することを目的とする科目である。 

「障害児教育における学校支援Ⅰ」「障害児教育における学校支援Ⅱ」は、障がい児を対

象とする上で必要となる教育学について、その基本と、特に特別支援教育に関する教育方法

論を近接する専門的な学問として理解することを目的としている。「障害児教育における学

校支援Ⅰ」では、学校で行われている実際の教育の考え方、教員の学修指導案の立案の考え

方と実際を学ぶことで、学校の教育現場において保健医療のどのような専門性を利活用で

きるのかを考察する。「障害児教育における学校支援Ⅱ」は、教員が作成する学修指導案を

実際に作成し、近接する専門的な教育学との相違について理解することを目的とする。実際

に学修指導案を作成する過程を通じ、自身の学ぶ専門職の専門性との相違を理解し、どのよ

うな連携が可能なのかを、グループワークにより考えさせる。 

 

【経営分野の各科目の概要】 

 展開科目のもう一つの領域である「経営分野」の各科目では、共生社会実現のための実務

リーダーに必要な以下の能力を育成する。各科目で一般的な経営の基本的知識とともに、保

健医療分野の経営についても教授する。 

事業体の経営資源を活かし事業継続するための論理・考え方を学ぶ「実務リーダーのため

の経営戦略論」は、経営戦略の基本概念を、経営理念と経営ビジョンとの関係を交えて学ぶ

科目である。事業別戦略や機能分野別戦略について、各分野の実務家講師による事例を扱っ

た講義と意見交換を通じ、実践的に理解をする。グループワークや発表を通じて、将来を主

体的に構想し、その実現に向けて関係者の協力を形成する基礎的な能力を養う。保健医療分

野の経営戦略についても教授する。 
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経営資源の中核要素である「ヒト・モノ・カネ・情報」の中の「ヒト」について理解する

「組織･人材マネジメントの理論と実践」は、組織を一から創って行く時に必要な考え方を

時系列に学ぶことによって、組織および人材マネジメントの考え方を学ぶ科目である。また

人が成長し活力ある組織にするために良い組織の要件の理解から始まって、組織のあり方、

組織の創り方や組織と人を主体的に動かすマネジメントのあり方、そして人材のマネジメ

ントの仕方を学ぶ。さらに保健医療分野の組織論についても教授する。 

「実践マーケティング戦略」は、マーケティングの基本的な考え方から、各種のフレーム

ワーク、理論を紹介し、実際にマーケティング計画を作成するために必要な各種の調査手法

を身に付け、サービス分野や保健医療分野におけるマーケティングについて、ケーススタデ

ィを中心に学ぶ科目である。 

「実務リーダーのための財務会計Ⅰ」は、単に会計ルールや会計用語を学ぶだけでなく、

経営に活かす視点こそが重要であるという考え方に基づき、実際の財務指標を教材にしな

がら、経営と関連付けた実践的な授業を行う科目であり、実務リーダーとして理解すべき、

基本的な会計理論を学ぶ科目である。 

「実務リーダーのための財務会計Ⅱ」では、マネジメント層として実務上把握すべき財務

数値とその活用方法について講義を行う。金融機関との付き合い方など、実務上役立つ知識

も提供する。 

「ビジネスのための IT」は、ITが保健医療分野で活用されている身近な事例を教材とし

て用い、具体的な場面で用いられている IT の用語や、どういった目的で IT が活用されて

いるか等を学修する。IT、Webサービス・アプリケーション、ビッグデータ、IOT、ウェアラ

ブルコンピュータについて基本的な知識についても身に付ける。 

コンプライアンスが重視される昨今の経営環境への対応について学ぶ「ビジネスのため

の法律」は、事業に必要なライセンス、会社や法人の立ち上げ、人の雇用、事業遂行上のリ

スク管理などに関する情報を教授し、実務の場で活躍するための実践力を身に付ける科目

である。 

 

また、保健医療を専門に学ぶ学生が、経営をより身近に感じながら経営主体別に理解を深

める「保健医療経営Ⅰ」「保健医療経営Ⅱ」を配置する。この科目は「医療福祉イノベーシ

ョン経営」の内容を修正し、保健医療分野の経営に必要な知識とともに、診療報酬について

も学ばせる。保健医療経営の事業構造を経営主体別に学び、保健医療分野の経営上の問題解

決に役立つ人材育成を目指すものである。保健医療の経営を考えるうえで重要な診療報酬

等の制度の基本的な考え方や仕組みも解説する。「保健医療経営Ⅱ」では、各分野の経営（病

院、介護施設、社会福祉法人、在宅サービス事業者等）をヒト、モノ、カネ、情報から捉え、

そのマネジメント手法を解説する。業務改善、経営改善手法を学び、診療報酬、介護報酬（社

会報酬）、地域福祉計画（社会福祉増進計画）、医療計画等についてより実践的に学ぶ。 

さらに、経営の学びの集大成として「事業計画策定概論」「総合事業開発」を配置する。
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「事業計画策定概論」は、新たな事業活動の出発点である事業を構想（アイデア出し）する

発想法を学び、グループで協力して事業計画書を策定するプロセスを修得する。事業の構想

（アイデア出し）に当たっては、隣接他分野で学んだ知識も活用する。策定過程において、

ビジョン、事業コンセプト、マーケティング戦略、財務戦略等の重要性を理解する。 

「総合事業開発」は、経営分野の学びを保健医療分野で活かすこと、また保健医療分野と

隣接他分野の接続を図ることを目的とする。保健医療分野の経営戦略・マーケティング・財

務戦略・IT・人事戦略の事例、隣接他分野での新しいサービス開発事例などを取り上げ、ゲ

ストスピーカーを招くなど、実務現場の臨場感を伝える工夫を凝らし、実践的な授業を行う

科目である。 

 

図表 12 展開科目の教育体系 

 

 
 

共生福祉論Ⅱ ◎

保健医療経営Ⅱ

身体障害への支援システム工学Ⅱ ◎
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ ◎
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ
障害児教育における学校支援Ⅱ
共生社会における災害行政Ⅱ
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ

身体障害への支援システム工学Ⅰ ◎
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ ◎
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ
障害児教育における学校支援Ⅰ
共生社会における災害行政Ⅰ
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ

保健医療経営Ⅰ
在宅サービスの事業経営

実践マーケティング戦略
実務リーダーのための財務会計Ⅱ
ビジネスのための法律
ビジネスのためのIT

共生福祉論Ⅰ ◎

実務リーダーのための経営戦略論 ◎
組織・人材マネジメントの理論と実践 ◎
実務リーダーのための財務会計Ⅰ

前
期

前
期

前
期

前
期

後
期

後
期

後
期

後
期

総合事業開発

事業計画策定概論

必修科目：
主要科目：◎

基
本
的
な
経
営
科
目

保
健
医
療
分
野
の
経
営
科
目

総
合
的
な
経
営
科
目

隣接他分野 経営分野

4
年
次

１
年
次

３
年
次

２
年
次



65 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類   
新 旧 

（40ページ） 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や

技術に加え、展開力を有した実務リーダーと

して活躍するために、「隣接他分野」及び「経

営分野」に関する科目を配置した。 

（中略） 

（44ページ） 

共生社会を理解すると共に、経営・マネジメ

ントの素養を身に付けることによって、医療

機関等が事業を継続する上で必要な知識を修

得できると考えている。 

 

（31ページ） 

展開科目 

展開科目は、学部共通に「経営」に関する科

目群と「隣接他分野」に関する科目群で構成

している。 

（中略） 

（32ページ） 

「支援システム工学」は、福祉機器の開発に

ついて学ぶ科目である。 

 

（追加） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

9．【全体計画審査意見 9の回答について】 

＜展開科目の必要性等が不明確＞ 

展開科目の以下の点を是正すること。 

 

（2）展開科目の「経営分野」について、一般の経営学に関する内容を学ぶ授業科目が主と

して配置されているが、養成する人材像を踏まえると、保健・医療・介護分野に関連する経

営分野を学ばせることが必要と考えられるため修正すること。養成する人材像を踏まえる

と、保健・医療・介護分野に関する組織論を学ぶ授業科目も必要と考えられるため修正する

こと。 

（2） 

審査意見の指摘を受け、保健医療に関する経営分野の学びを強化する。 
本学における経営分野の学びは、業界を問わず通用する経営の基本を学ばせる科目群（以

下、「基本的な経営」と呼ぶ）と保健医療に関する経営に関する科目群（同「保健医療に関

する経営」）、総合的な科目群で構成した。なお、これらの科目群は「審査意見 9（1）」の図

表 8 で示したとおり、経営分野の体系を示すものであり、領域ではない。 
保健医療分野の経営に関する学修を充実させるため、「保健医療に関する経営」科目とし

て、「医療福祉イノベーション経営Ⅰ」「医療福祉イノベーション経営Ⅱ」の内容及び科目名

を見直し、「保健医療経営Ⅰ」「保健医療経営Ⅱ」とし、「保健医療経営Ⅰ」を必修科目とし

た。この科目の授業内容は、【全体計画審査意見 9（3）】の回答の中でシラバスを明示する。 

また、「基本的な経営」の各科目においても、授業の中で保健医療に関する事例を取り上

げる内容に修正した。２年後期に「保健医療に関する経営」科目を履修することを見据え、

「基本的な経営」科目の中で保健医療業界における各経営知識の位置づけ等を学ぶ機会を

設けることにより、専門的な保健医療の経営の学びに効果的に接続できると考えている。 

高校卒業後に大学進学する多くの学生にとって、経営分野は初めて学ぶ学問分野である

と想定されるため、経営に関する知識が無い中で「保健医療に関する経営」を理解すること

は容易ではない。高い学修効果を得るためには、すべての業界・分野に共通する基礎的知識

や理論を学ぶ「基本的な経営」の科目群を受講することにより、「保健医療に関する経営」

を学ぶ上での土台を作ることができると考えている。 

養成する人材像の中で「組織の経営・マネジメント」を身に付けることを掲げている本学

においては、「経営（組織の進むべき方向を定めること）」「マネジメント（組織の運営・管

理を行うこと）」の基本を学ぶことが大変重要であり、具体的には「実務リーダーのための

経営戦略論」「実践マーケティング戦略」「組織・人材マネジメントの理論と実践」を必修科

目に設定している。 
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「基本的な経営」の必修科目では、15 回授業のうち２回の授業で保健医療業界の事例を

取り上げることを計画している。経営分野は様々な業界の経営事例を分析することで、学問

として発展してきた。様々な業界の経営を学ぶことが経営分野の教育方法の基本的な考え

方であり、基本的な経営の知識・理論を理解したうえで、特定の分野についての知識を得る

教育方法が一般的である。特定の業界の経営を学ぶ上でも、基本となる各業界・分野に共通

する知識を学んだうえで、特定の保健医療分野の経営を学ぶことにより、経営の本質が見え

ると考えているためである。そこで、保健医療業界について学修させるに当っては、基本的

な知識・理論を 15 回の授業の中うち 13 回の授業で学び、保健医療分野については２回の

授業で扱う、という構成とすることが、高い学修効果を得る上で適切であると考えた。 

審査意見の中で指摘を受けた「保健医療分野の組織論」は、基本的な経営科目である「組

織・人材マネジメントの理論と実践」で取り上げる計画である。さらに、他の各科目におい

ても保健医療業界の事例を取り上げる計画であり、組織のマネジメントを保健医療の視点

で学ぶ機会を設ける計画である。 

 

【資料 8】 展開科目経営分野の授業概要 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類   
新 旧 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（43ページ） 

【経営分野の配置の考え方】 

経営分野は、「課題解決力」と「組織における

経営・マネジメント力」に関わる能力の育成

を主に担う分野として設定した。 
（中略） 

（44ページ） 

共生社会を理解すると共に、経営・マネジメ

ントの素養を身に付けることによって、医療

機関等が事業を継続する上で必要な知識を修

得できると考えている。 

（31 ページ） 
①経営 
本学では、生産性の改善や事業の継続性、新

しいサービスの開発などにより、理学療法・

作業療法・介護の仕事をより魅力のあるもの

とし、 
（中略） 

実務家教員がオムニバス形式で他業界及び保

健医療福祉の分野の具体的な事例を教授す

る。 
 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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（新旧対照表）（授業科目の概要） 

新 旧 

（実務リーダーのための経営戦略論） 

実践的に理解をする。保健医療に関する事例も

取り上げる。グループワークや発表を通じて、 

 

（実務リーダーのための財務会計Ⅰ） 

実務リーダー・マネジメント層として理解すべ

き基本的な会計理論を学び、保健医療分野の会

計についての講義も行う。 

 

 

（実践マーケティング戦略） 

顧客のニーズを理解し、顧客に対しどのような

価値を提供するべきかを考えることは、企業活

動の基本であるだけでなく、社会的組織におい

ても重要である。本科目では、マーケティング

の基本的な考え方から、各種のフレームワー

ク、理論、調査分析手法を学ぶことにより、顧

客のニーズを把握し、事業や商品サービス開発

につなげるための知識を身に着ける。保健医療

分野とともに、保健医療分野に親和性の深いサ

ービス業におけるマーケティングについても、

考え方を事例により学ぶ。 

 

 

（組織･人材マネジメントの理論と実践） 

そして人材のマネジメントの仕方とともに、保

健医療の組織論についても学ぶ。 

 

（ビジネスのための法律） 

事業遂行上のリスク管理などすべてのビジネ

スに共通する情報とともに保健医療分野にか

かわる情報をインプットし、保健医療の世界で

活躍するための実践力を身に付ける 

 

（ビジネスのための IT） 

IT の用語や、保健医療分野ではどういった目的

で IT が活用されているか等を学習する 

（実務リーダーのための経営戦略論） 

実践的に理解をする。グループワークや発

表を通じて、 

 

（実務リーダーのための財務会計Ⅰ） 

マネジメント層として理解すべき、基本的

な会計理論についての講義を行う。 

 

 

 

（実践マーケティング戦略） 

社会に存在する製品、サービスには必ず「市

場」が存在する。「市場」を創造すること、

「市場」を成長させることで企業、そして消

費者は利益を享受することができる。マー

ケティングとは「市場」を創造、成長させる

ための営みである。「市場」を創造、成長さ

せるためには、「市場」に対する理解が不可

欠である。本講義では、マーケティングで用

いられる基本的な概念、メソッドを解説す

ると共に、成功事例、失敗事例などのケース

分析を通じて実践的に活用できるような知

識の修得を目指す。 

 

（組織･人材マネジメントの理論と実践） 

そして人材のマネジメントの仕方を学ぶ。 

 

 

（ビジネスのための法律） 

事業遂行上のリスク管理などに関する情報

をインプットし、ビジネスの世界で活躍す

るための実践力を身に付けます。 

 

 

（ビジネスのための IT） 

IT の用語や、どういった目的で ITが活用さ

れているか等を学習する。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

9．【全体計画審査意見 9の回答について】 

＜展開科目の必要性等が不明確＞ 

展開科目の以下の点を是正すること。 

 

（3）養成する人材像を踏まえると、展開科目の「経営分野」に配置している「医療福祉イ

ノベーション経営Ⅰ・Ⅱ」において診療報酬を学修することが重要と考えられるため、シラ

バスを示した上で診療報酬をどの程度学修させるのかを明確にすること。 

（対応） 

（3） 
学部学科の改変に伴い、「医療福祉イノベーション経営Ⅰ」「医療福祉イノベーション経営

Ⅱ」の内容及び科目名を変更し、「保健医療経営Ⅰ」「保健医療経営Ⅱ」へ変更した。「保健

医療経営Ⅰ」「保健医療経営Ⅱ」の中で、「診療報酬」に関する学修を強化させた。 

「医療福祉イノベーション経営Ⅰ」では、全 15 回授業の内 1 回の授業において「診療報

酬」を取り扱う計画であったが、「保健医療経営Ⅰ」においては全 15 回の内 2 回の授業で

「診療報酬」について取り扱う内容に変更し、授業で取り上げる回数を増やした。授業内容

は、1 回目の授業では「診療報酬を中心に日本の医療制度・政策」について学修し、2 回目

の授業では「医療計画などを参考に診療報酬の変遷と今後」について学修する。2 回の授業

を通して診療報酬請求の流れ・仕組み、正当な請求のための手続き、診療報酬請求における

課題などについて学修する。 
「保健医療経営Ⅱ」では、全 8回の授業の内 1回を「診療報酬」に関する授業とし、医

療保険制度と診療報酬の変化が病院経営に与える影響について詳しく学修する。 

 

【資料 9】 「保健医療経営Ⅰ」「保健医療経営Ⅱ」シラバス 

 

（新旧対照表）授業科目の概要 

新 旧 

（保健医療経営Ⅰ） 

 

急激に進行しつつある超高齢化、人口減少社

会にあって、保健医療福祉分野の役割が重要

化しつつある。また、膨らむ医療費・介護費

の問題、医師不足など人的資源の問題、情報

資源活用等、問題・課題が山積している。本

（医療福祉イノベーション経営Ⅰ） 

 

急激に進行しつつある超高齢化、人口減少社

会にあって、保健医療福祉分野の役割が重要

化しつつある。また、膨らむ医療費・介護費

の問題、医師不足など人的資源の問題、情報

資源活用等、問題・課題が山積している。本
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講義では、保健医療福祉の経営を考えるうえ

で根幹となる介護報酬(社会報酬)や診療報酬

等制度の仕組みを中心に解説する。医療福祉

経営の事業構造を経営主体別に学び、介護経

営、病院経営等のソリューション(問題解決)

に役立つ人材育成を目指す。 

 

 

講義では、医療福祉経営の事業構造を経営主

体別に学び、介護経営、病院経営等のソリュ

ーション(問題解決)に役立つ人材育成を目指

す。 

保健医療福祉の経営を考えるうえで、重要な

介護報酬(社会報酬)や診療報酬等の制度の基

本的な考え方や仕組みを中心に解説する。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

10．【全体計画審査意見 10 の回答について】 

＜臨地実務実習の内容の不整合＞ 

臨地実務実習の以下の点を是正すること。 

 

（1）臨地実務実習が既設の専門学校で実施している内容と比較して、到達目標、指導体制、

成績評価等がどのような違いがあるのか不明確であるため、専門職大学の目的としてふさ

わしい内容が明らかとなるよう修正すること。なお、設置の趣旨等を記載した書類の各臨地

実務実習の概要の説明資料において、「修得状況の評価方法・評価基準」が記載されている

が内容が不十分なため、各実習の到達目標を踏まえた実習評価表を示し具体的な評価基準

を明確にすること。その際、実習先の種類や規模、実習内容が異なる場合は、到達目標や評

価基準も異なることが想定されるため検討すること。 

（対応） 

 

（1） 
 審査意見の指摘を受け、臨地実務実習の到達目標、指導体制、成績評価等を明確にした。 
＜理学療法学科＞ 
○ 到達目標について 

従来の専門学校における臨床実習は、厚生労働省理学療法士作業療法士学校養成施設

指定規則に基づき、それぞれの臨床実習指導要領に従い、主に資格取得に特化した教育課

程であり、実務に重点を置いた専門職としての到達目標、指導体制、成績評価を実施して

いた。 
 
一方、本学の到達目標については、多岐に渡る社会の要望を踏まえて、系統立てて理論

付けされた実践的知識力と技術力を養い、様々な障がいを有する対象者と対処する専門

職として相応しい人材を育成するべく、保健医療分野において多職種と連携、協働し保健

医療専門職としての能力を発揮できる理学療法士を育成すること目的としている。 
 
学内に戻ってからの臨床実習の到達目標として、「臨床実習の経験を自ら振り返り、臨

床実習の成果を客観視することができる」を掲げ、実習施設の概要と体験した理学療法対

象者について、発表資料を作成し、学生同士相互に実習内容を報告し、発表会担当教員の

下で、相互討論しながら理学療法の評価・治療方法や各施設における理学療法士の役割や

業務について、振り返り学修し理解を深め基本的な態度、臨床技能、臨床思考過程の３側

面を通して実践的なスキルを修得することができることを追加する。 
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既設の専門学校と専門職大学における臨地実務実習指導体制の比較を、図表 13に示す。 
 

図表 13 既設の専門学校と専門職大学における臨床実習指導体制の比較 

既設の専門学校 東京保健医療専門職大学 
 理学療法の対象者に対して、基本的理

学療法を体験し実践できる 
 
 保健・医療・福祉の各分野の職場におけ

る理学療法士の役割と責任について理

解し、その一員としての自覚を持った行

動がとれる 
 

 臨床実習をとおして、自己の理学療法士

としての自覚を高めることができる 
 

 臨床実習の経験を自ら振り返り、理学療

法評価・治療方法や各施設における理学

療法士の役割や業務について、臨床実習

の成果を客観視する 
 
 本学教員と学生が協働しながら臨床実

習について振り返り学修を行い理学療

法の理解を深める 
 
 臨床実習の振り返り学修を通じて、理学

療法士としての基本的な態度、臨床技

能、臨床思考過程の三側面を通してより

実践的なスキルを修得する 
 
 臨床実習の振り返り学修を通じて、学生

の知識・技術等の修得不足や誤認等があ

った場合は、本学教員が改善に向けて指

導や課題を提示する等の事後学修を行

い、学生へ気づきを促すことで自ら学修

し、理学療法の実践力が深まることにな

る。 
 

 
 

○ 指導体制について 
① 学内の指導体制 

学内での指導体制では、教授以下の実習科目を担当する教員が臨地実務実習科目を指

導することで、専門学校が指定規則上 6 名の教員で指導に当たっていることに対し、本

学理学療法士教員 18 名と充実した指導体制を取ることができる。 
また、専門学校のカリキュラムに比較して、学内授業科目から「講義－演習－実習」を

修得できるようカリキュラム構成を構築し、主として講義は理論系教員、演習実習は理論

系教員と実務系教員が協働して効果的に学修できるように配置する。さらに、臨地実務実
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習に臨む際には学内での実技試験として「客観的臨床能力試験：OSCE」を位置づけて、学

内での履修内容を確認し、必要に応じた指導をすることで円滑な臨地実務実習に臨む体

制を構築している。 
 

② 臨地実務実習施設との指導体制 
臨床実習指導者と専任教員は常に連携し、適時連絡を取りながら、学生の実習状況につ

いて状況を共有し、相互に助言・指導を行う。 
 
実習期間中、学生は「理学療法臨床実習自己評価表」の項目を自己で振り返り、到達度

を自己評価し臨床実習指導者との齟齬を確認する。 
実習施設の概要（急性期病院あるいは回復期病棟等、理学療法対象疾患、理学療法スタ

ッフと理学療法対象者との関わり方、リハビリテーションチームの活動など）に加えて、

体験した理学療法対象者について、自ら発表資料を作成し、他施設の臨床実習を体験した

学生と相互に実習内容を報告し合う。そのことにより、学生同士の理学療法評価・治療に

関して相互理解を深め、さらに、発表会担当教員による質疑や助言により、理学療法の評

価方法や治療あるいは理学療法士、臨床施設における役割や業務を振り返り学修するこ

とにより自他が経験した総合実習の情報を共有化することで、基本的な態度、臨床技能、

臨床思考過程の３側面を通して実践的なスキルを修得することができる。 
  
 学外の臨地実務実習を実施する施設では、指定規則による実習指導者の要件を遵守す

ることはもちろん、既設の専門学校とは異なるより高い質的な教育的効果を期待するこ

とから、本学科では臨床実習指導者に対し、臨床実習指導、卒前・卒後教育等に関連した

教育や臨床に関する研究会を実施する。大学教育における臨床実習の意義や目標・方法・

評価等の見識、学生の能力等に合わせた臨床実習指導の方法を学修する機会を複数回設

定することで実習指導者の資質や水準を一定に確保し、指導能力を整えることを考えて

いる。 
  臨床実習指導者は、大学から提示した臨床実習計画に基づき、臨床実習の環境調整して

頂き、学生が担当する理学療法対象者の評価や治療プログラム立案・修正、治療の実施、

他部門スタッフとの調整等を行う。また、本学臨床実習担当者と臨床実習の指導状況につ

いては綿密に連絡を取り合い情報交換することを怠らないようにする。  
 
○ 成績評価について 

成績評価については、既設の専門学校での臨床実習評価が「実習指導者の評価を重視した

成績判定」であったという指摘・反省から、本学では科目責任者である教員が責任を持っ

て成績評価及び単位認定を行う。成績判定については、臨床実習担当教員により構成され

る臨床実習ワーキンググループを作成し、学生の評価内容を確認し判定を行う。 
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なお、成績評価の比率についても、学内評価の比率を大きくすることで、本学が責任を

持って成績評価することを明示した（図表 14）。 
 

図表 14 科目ごとの成績評価比率 
 見学実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 

学内発表 

（見学実習についての理解度や表現力、受け止め方そして

今後への動機づけなどをテーマとし、学内発表し、討論し

た結果を判定する） 

40％ 

実習記録（実習内容を確認、また自主学修などからも総合

的に評価していく） 
20％ 

※施設評価・学内発表・実習記録にて総合的に評価する。 

 

 検査・測定実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 

OSCE（実習前後、客観的臨床能力試験） 40％ 

実習記録（実習内容、記録方法含む。また、自己学修内容

を踏まえて総合的に評価） 
20％ 

※施設評価・実習前後 OSCE・実習記録にて総合的に評価する。 

 

 評価実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 
OSCE（実習前後、客観的臨床能力試験） 40％ 

学内の課題発表（実習課題の発表、症例検討会） 20％ 

※臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価する。 

 

 総合実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 
OSCE（実習前後、客観的臨床能力試験） 30％ 

学内の課題発表（実習課題の発表、症例検討会） 30％ 

※臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価する 

 
臨床実習前後に実施する「客観的臨床能力試験（OSCE）」を用いて、医療現場を想定

した臨床実習に必要な知識、態度と技能について、臨床能力を客観的に評価する。 
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＜作業療法学科＞ 
○到達目標について 
 到達目標については、通常、専門学校では職能団体（一般社団法人日本作業療法士協会）

が示す「作業療法臨床実習の手引き（2018）」1）（以後、「手引き 2018」という）に基づい

て臨床実習における到達目標（一般目標・行動目標）を設定していることが多い。これに対

して、本学では、より詳細な到達目標（一般目標・行動目標）」を設定して、学生が目標と

する身につけるべき内容を学生に示すこととした（【資料 10】）。特に、「手引き 2018」で

は、臨床実習における一般目標と行動目標を「基本的態度」「臨床技能/臨床思考過程」の２

区分としているが、本学の到達目標では、従来の３区分として「認知領域」「精神運動領域」

「情意領域」として示すことで、知識レベルで求められる「認知領域」と行動的な技術・技

能として求められる「精神運動領域」、行動的な態度・習慣として求められる「情意領域」

を理解しやすいように示すようにした。この結果、専門学校より目標の設定項目が詳細、か

つ本学の目標とする自ら積極的に行動し、生涯にわたり学修に対する基本的な姿勢を身に

つけるために「情意領域」を重視した構成とした（図表 15、図表 16）。 
  

図表 15 「手引き 2018」と「本学の到達目標」の一般目標の項目数の対比 

手引き 2018 
基本的態度 臨床技能/臨床思考過程 

４ 12 

本学の到達目標 

（本学卒業時点） 

情意領域 認知領域 精神運動領域 

５ 10 10 

 
図表 16 「手引き 2018」と「本学の到達目標」の行動目標の項目数の対比 

手引き 2018 
基本的態度 臨床技能/臨床思考過程 

14 41 

本学の到達目標 

（本学卒業時点） 

情意領域 認知領域 精神運動領域 

17 44 ９ 

 
 また、内容では、例えば、「手引き 2018（基本的態度）」では「身につける、できる」レ

ベルを目標としていることに対して、「本学の到達目標（卒業時点）」では卒業時点では「習

慣化する」レベルを目標として、その下に「身に付けるべき」レベルを詳細に示している（図

表 17）。内容的には、本学の連携の考え方にも反映している「対象者およびその家族」との

関係性、自ら課題を解決する姿勢について理解し、身につけ、習慣化するということを重視

して、明確に示した。 
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図表 17 「手引き 2018」と「本学の到達目標（卒業時点）」の内容の比較 

手引き 2018（基本的態度） 本学の到達目標（卒業時点） 

 職業人としての常識的態度を身につけ

る。 

 責任ある行動を身につける。 

 自己管理ができる。 

 意欲的の取り組む姿勢（探究心・創造性）

を身につける。 

○ 作業療法士としての自覚を持った行動を

習慣化する。 

 卒業時に作業療法士として身につけるべき 

 常識的態度や責任のある行動について

理解する。 

 対象者およびその家族と望ましい人間

関係をもつことについて理解する。 

 必要に応じて関連職種と連携をとるこ

とについて理解する。 

 意欲的に取り組む姿勢（探究心・創造

性）を持つことについて理解する。 

 自ら積極的に課題を解決する姿勢につ

いて理解する。 

 
【資料 10】 到達目標シート（作業療法学科） 
 
○指導体制について 

学内での指導体制では、教授以下の実習科目を担当する全教員が臨地実務実習科目を指

導することで、専門学校が指定規則上 6 名の教員で指導に当たっていることに対して、本

学作業療法士教員 18 名と充実した指導体制を取ることができる。また、専門学校のカリキ

ュラムに比較して、学内授業科目から「講義－演習－実習」を修得できるようカリキュラム

構成を構築し、主として講義は理論系教員、演習実習は理論系教員と実務系教員が協働して

効果的に学修できるように配置する。さらに、臨地実務実習に臨む際には学内での実技試験

として「客観的臨床能力試験：OSCE」を位置づけて、学内での履修内容を確認し、必要に

応じた指導をすることで円滑な臨地実務実習に臨む体制を構築している。具体的には、学内

で修得した評価や治療・指導・援助の技術・技能の内容を学生模擬対象者に対して実施する

ことで、技術・技能（認知領域・精神運動領域）の到達目標の達成度を評価すると共に、そ

の実技の際の態度等（情意領域）の評価を実施する。評価の基準は、臨床実習評価に同様の

「5 段階評価」（図表 18）を用いて、臨地実務実習の際の評価を意識することとするととも

に、専門学校での指導に比較して実務系教員を中心とした優れた実務経験からの指導をす

ることを意図している。 
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図表 18 「5 段階評価」の例 

Ａ 助言・指導なしでも、実施することができる。 

Ｂ 適宜の助言・指導を必要とするが、実施することができる。 

Ｃ 多くの助言・指導を必要とするが、実施することができる。 

Ｄ 助言・指導を必要としたが、実施することができない。 

Ｅ まったく、実施することができない。 

 
 学外の臨地実務実習を実施する施設では、指定規則による実習指導書の要件を順守する

ことはもちろん、専門学校とは異なるより高い質的な教育的効果を期待することから、本学

として「臨床実習指導者」の要件を得るための研修会への参加を推進する。具体的には、臨

地実務実習施設と提携を結び、所属する作業療法士を必要な、かつ関連する研修会に参加す

るための便宜を図る。例えば、「厚生労働省及び公益財団法人医療研修推進財団が実施する

理学療法士・作業療法士・言語聴覚士養成施設教員等講習会」やその他「厚生労働省が指定

した臨床実習指導者講習会」に加えて、作業療法士の職能団体である「一般社団法人日本作

業療法士協会が実施する臨床実習指導者中級・上級研修」への参加に対して、臨地実務実習

施設や実習指導者と協働して参加を推進する。また、本学教員との連携や相互理解の推進の

ために、上記のような「より高い質的な教育的効果」のための研修への取組だけではなく、

専門学校とは異なり、さらに本学教員の豊富な理論的、実務的経験を実習指導者と共有する

ために、月 1 回程度の情報交換会（研修会）を開催することで、臨地実務実習施設での作業

療法の質的向上に資することができることを企画し、引いては、学生にとってよりよい臨地

実務実習の環境を整備していく使命を果たすことを考えている。 
 このように、専門学校で行われている「臨床実習指導者会議」といわれる情報交換の場だ

けではなく、本学の教員の研究や実務経験を活用して、臨地実務実習施設での質の向上と実

習指導者と教員相互の連携の強化を図る。 
 なお、実習の形態については、指定規則に則り「見学実習」「評価実習」「総合実習」とす

るが、専門学校の実習対象は「身体障害」「精神障害」といった分野の切り口で行われてい

ることが多いことから、本学では社会的ニーズや現状の疾患別体系、また、「医療スタッフ

の協働・連携によるチーム医療の推進について（医政発 0430 第 1 号平成 22 年 4 月 30 日）」

の「作業療法の範囲」に示されている内容を参考に、多岐にわたる作業療法の対象を経験で

きるように配慮する。例えば、1 年次の早期の実習となる「体験実習Ⅰ」では「入学早期に

さまざまな作業療法士が働く現場を体験し、現場の作業療法士が『どのような対象に』『ど

のような作業療法を』『どうして』『どのくらい』作業療法を実践しているのか、などの視

点から作業療法のしごとを理解できる」ことを目標としている。 
 
○成績評価について 
 成績評価については、専門学校での臨床実習評価が「実習指導者の評価を重視した成績判
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定」であったという指摘・反省から、本学では科目責任者である教員が責任を持って成績評

価及び単位認定を行う。 
 なお、成績評価の比率についても、学内評価の比率を大きくすることで、本学で責任を持

って成績評価することを明示した（図表 19）。 
 

図表 19 成績評価の比率の例 

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 40％ 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 

60％ 

臨地実務実習施設での実習記録 
学内教員による質疑応答（口頭試験） 
臨地実務実習前の客観的臨床能力試験（OSCE） 
臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振り返り） 
臨地実務実習の症例報告発表 
本学到達目標への自己課題評価 

 
 臨地実務実習にあっては、当然に実習施設での実習内容とその到達度評価は大きな成果

となることから、その結果の取り扱いについては一定程度の比率をおくことを考える。しか

し、従来の専門学校での臨床実習指導者の成績評価をそのまま受け入れる傾向が大きかっ

たという意見・反省があることから、実習指導者の成績結果を学内教員が実習指導者に確

認・相談のうえで臨地実務実習施設での実習の到達度としての成績評価として学内での評

価に組み込むこととする。 
 本学独自の成績評価の過程で成績の最終評価に当たっては実習指導者にヒアリングをす

る機会を設ける等、「透明化・見える化」に努め、科目責任者である教員が責任を持って成

績評価及び単位認定を行うものとする。このように、成績評価までの過程においても、質的

な担保を図る。 
 

図表 20 成績評価の確定までの過程のイメージ 

従来の専門学校の成績評価 本学の成績評価 

○臨床実習指導者会議等での説明 

↓ 

○実習期間中 

・実習指導者の中間評価（到達度評価） 

・学生自身の中間評価（到達度評価） 

・教員の実習地訪問による到達度の共有 

↓ 

○実習終了時 

●臨地実務実習関係者会議での説明 

↓ 

●実習期間中 

・実習指導者の中間評価（到達度評価） 

・学生自身の中間評価（到達度評価） 

・学内教員の実習地訪問による到達度の共有 

↓ 

●実習終了時 
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・実習指導者の最終評価（到達度評価） 

・学生自身の最終評価（到達度評価） 

↓ 

○学内での成績評価 

・実習指導者の最終評価（到達度評価） 

    ＋ 

・学内で成績評価 

↓ 

○成績評価として確定 

・実習指導者の最終評価（到達度評価） 

・学生自身の最終評価（到達度評価） 

※学内教員と実習指導者の到達度確認・相談 

↓ 

●実習指導者と学内教員の到達度確認後の成

績評価（到達度確認成績評価）の作成 

↓ 

●学内での成績評価 

・到達度確認後成績評価 

    ＋ 

・学内での成績評価 

↓ 

●「学内での成績評価」に対するヒアリング 

↓ 

●成績評価として確定 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

10．【全体計画審査意見 10 の回答について】 

＜臨地実務実習の内容の不整合＞ 

臨地実務実習の以下の点を是正すること。 

 

（2）各学科の臨地実務実習の実習指導者の要件として設定されている実務経験年数を満た

さない者が記載されている実習施設があるため、修正すること。 

（対応） 
（2） 
審査意見の指摘を受け、依頼している実習指導者の要件を確認したところ、理学療法学科で

5 施設、作業療法学科で 4 施設、要件を満たさないものがあった。 
   

要件を満たさない指導者が入っていた原因は下記の 2点である。 

 申請時は要件「臨床経験 5年以上」を満たさなくても、実際の実習が始まる年度に

は「臨床経験 5年以上」になっているため。 

 東京都理学療法士作業療法士養成施設指導要領（平成 27年 8月 21日 27福保医人

第 936 号）に記載されている「実習指導者のうち少なくても 1 人は免許を受けた

後 3 年以上業務に従事した者であること」という記述から、免許を受けた後 5 年

以上業務に従事した者が 1人いればいい、と解釈したため。 

  上記 2点に該当する施設、または指導者を抜かし、要件を満たしている施設のみにし

た。 
 要件の満たない実習指導者は、実習指導者から外し、その実習指導者しかいない施設に関

しては、実習施設から除外した。 
 上記施設を見直した結果、依頼する施設数は下記のとおり（太枠）である（科目別）。 
 
＜理学療法学科＞ 

科目名 

施設数 

見直し後（3月補正） 見直し前（10月補正） 

(履修学生数 80人) (履修学生数 120人) 

見学実習 53 109 

検査・測定実習 52 109 

評価実習 53 115 

総合実習 59 109 
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地域実習 47 66 

合計 264 508 

 

＜作業療法学科＞ 

科目名 

施設数 

見直し後（3月補正） 見直し前（10月補正） 

(履修学生数 80人) (履修学生数 120人) 

体験実習Ⅰ 50 92 

体験実習Ⅱ 48 86 

評価実習Ⅰ 54 97 

評価実習Ⅱ 50 73 

総合実習Ⅰ 53 117 

総合実習Ⅱ 49 95 

地域実習 46 71 

合計 350 631 

 
上記表のとおり、各科目とも、実習指導者要件を満たさない施設を除外しても、履修予定学

生数 80 人の実習施設は確保されている。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

10．【全体計画審査意見 10 の回答について】 

＜臨地実務実習の内容の不整合＞ 

臨地実務実習の以下の点を是正すること。 

 

（3）臨地実務実習施設一覧において、同じ施設が 2重に記載されている箇所があるため修

正すること。 

（対応） 

（3） 
リハビリテーション学科 理学療法専攻 昼間コース、夜間コース、作業療法専攻 昼間コ

ース、夜間コース、福祉介護イノベーション学科の臨地実務実習施設一覧を確認したところ、

福祉介護イノベーション学科のみ、同じ施設を２重に記載していた。福祉介護イノベーショ

ン学科の申請を取り下げたため、是正事項に対する回答は行わない。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

11．【全体計画審査意見 11 の回答について】 

＜シラバスの内容が不十分＞ 

シラバスの以下の点を是正すること。 

 

（1）臨地実務実習に関わるシラバスの成績基準として、実習先の評価をそのまま当該授業

科目の評価の 30％等とする内容となっているが、授業科目の評価は大学として責任をもっ

て行うべきものであるため修正すること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、各学科とも修正を行った。修正内容は、下記のとおりである。 

 

＜理学療法学科＞ 

臨地実務実習の成績評価に関して大学として責任をもって行うべきものであるという是

正事項についての評定の配分について検討した結果、評定配分について、施設評価を 40％

とし、本学評価を 60％として各実習について以下のとおりに改めるものとする。 

 

科目ごとの成績評価の比率は、下記のとおりである。 

○ 見学実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 

学内発表 

（見学実習についての理解度や表現力、受け止め方そして

今後への動機づけなどをテーマとし、学内発表し、討論し

た結果を判定する） 

40％ 

実習記録（実習内容を確認、また自主学修などからも総合

的に評価していく） 

20％ 

※施設評価・学内発表・実習記録にて総合的に評価する。 

 

○ 検査・測定実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 

OSCE（実習前後、客観的臨床能力試験） 40％ 

実習記録（実習内容、記録方法含む。また、自己学修内容

を踏まえて総合的に評価） 
20％ 

※施設評価・実習前後 OSCE・実習記録にて総合的に評価する。 
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○ 評価実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 
OSCE（実習前後、客観的臨床能力試験） 40％ 

学内の課題発表（実習課題の発表、症例検討会） 20％ 

※臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価する。 

 

○ 総合実習 

学外評価 施設評価（実習指導者評価より判定） 40％ 

学内評価 
OSCE（実習前後、客観的臨床能力試験） 30％ 

学内の課題発表（実習課題の発表、症例検討会） 30％ 

※臨床実習評価、実習報告、実習課題などを総合的に評価する 

 

＜作業療法学科＞ 

科目責任者である教員が責任を持って成績評価及び単位認定を行う。 
 なお、成績評価の比率についても、学内評価の比率を大きくすることで、本学で責任を

持って成績評価することを、下記表にて明示した。 
  
 成績評価の比率の例 

学外評価 臨地実務実習施設の指導者の評価 40％ 

学内評価 

臨地実務実習施設での実習報告書 

60％ 

臨地実務実習施設での実習記録 
学内教員による質疑応答（口頭試験） 
臨地実務実習前の客観的臨床能力試験（OSCE） 
臨地実務実習後の症例報告のまとめ（振り返り） 
臨地実務実習の症例報告発表 
本学到達目標への自己課題評価 

 
  臨地実務実習にあっては、当然に実習施設での実習内容とその到達度評価は大きな

成果となることから、その結果の取り扱いについては一定程度の比率をおくことを考

える。このために、実習指導者の成績結果を担当教員が実習指導者に確認・相談のうえ

で臨地実務実習施設での実習の到達度としての成績評価として学内での評価に組み込

むこととする。 
本学独自の成績評価の過程で成績の最終評価に当たっては実習指導者にヒアリング

をする機会を設ける等「透明化・見える化」に努め、科目責任者である教員が責任を持

って成績評価及び単位認定を行うものとする。 
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このように、成績評価までの過程においても、質的な担保を図る。 
 

図表 21 成績評価の確定までの過程のイメージ 

従来の専門学校の成績評価 本学の成績評価 

○臨床実習指導者会議等での説明 

↓ 

○実習期間中 

・実習指導者の中間評価（到達度評価） 

・学生自身の中間評価（到達度評価） 

・教員の実習地訪問による到達度の共有 

↓ 

○実習終了時 

・実習指導者の最終評価（到達度評価） 

・学生自身の最終評価（到達度評価） 

↓ 

○学内での成績評価 

・実習指導者の最終評価（到達度評価） 

    ＋ 

・学内で成績評価 

↓ 

○成績評価として確定 

●臨地実務実習関係者会議での説明 

↓ 

●実習期間中 

・実習指導者の中間評価（到達度評価） 

・学生自身の中間評価（到達度評価） 

・学内教員の実習地訪問による到達度の共有 

↓ 

●実習終了時 

・実習指導者の最終評価（到達度評価） 

・学生自身の最終評価（到達度評価） 

※学内教員と実習指導者の到達度確認・相談 

↓ 

●実習指導者と学内教員の到達度確認後の成

績評価（到達度確認成績評価）の作成 

↓ 

●学内での成績評価 

・到達度確認後成績評価 

    ＋ 

・学内での成績評価 

↓ 

●「学内での成績評価」に対するヒアリング 

↓ 

●成績評価として確定 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

11．【全体計画審査意見 11 の回答について】 

＜シラバスの内容が不十分＞ 

シラバスの以下の点を是正すること。 

 

（2）実習に関わるシラバスの「授業内容」の記載内容は、単位の修得に必要な時間数が担

保されているのかどうか不明確であるため、想定している実習日数や時間数を示した上で、

各回で実施する実習内容を記載するとともに、担当教員を明示すること。 

（対応） 

実習に関わるシラバスの「授業内容」の記載内容は、単位の修得に必要な時間数が担保さ

れているのかどうか不明確であるという是正事項についての評定の配分について検討した

結果、以下のとおり改めるものとする。 

 

「見学実習」（１単位）（１年次後期１週間 45時間） 

担当教員：本学専任教員、臨床実習指導者 

授業内容 

臨床実習施設において臨床実習指導者のもとクリニカル・クラークシップ形式で見学

実習を行う。 

第１回：オリエンテーション 施設案内 他部門見学等（担当：本学専任教員、臨床 

実習指導者） 

第２回：理学療法部門及び診療部門他見学・体験 理学療法対象者および診療スタッ 

フとのコミュニケーション等（担当：臨床実習指導者） 

第３回：理学療法部門及び診療部門他見学・体験 理学療法対象者および診療スタッ 

フとのコミュニケーション等（担当：臨床実習指導者） 

第４回：理学療法部門及び診療部門他見学・体験 理学療法対象者および診療スタッ 

フとのコミュニケーション等（担当：臨床実習指導者） 

第５回：理学療法部門及び診療部門他見学・体験 見学実習評価及び振り返り（担当： 

本学専任教員、臨床実習指導者） 
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「検査・測定実習」（２単位）（２年次後期２週間 90時間） 

担当教員：本学専任教員、臨床実習指導者 

授業内容 

検査・測定実習前後 OSCEを行い、学生個々の臨床能力を客観的に評価し、問題点を把

握するとともに、施設実習に向けた準備学修を行う。臨床実習施設において臨床実習指

導者のもとクリニカル・クラークシップ形式で臨床実習を行い、検査・測定を体験し、

理学療法士としての知識・技術を修得する。 

第 １ 回：検査・測定実習前 OSCE（学内）（担当：本学専任教員、臨床実習指導者） 

第 ２ 回：検査・測定実習オリエンテーション 施設見学 理学療法部門見学等（担当： 

臨床実習指導者） 

第 ３ 回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な検査測定の 

     説明、模倣（担当：臨床実習指導者） 

第 ４ 回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 基本的な検査測定の説明、模倣、 

     実施（担当：臨床実習指導者） 

第 ５ 回：理学療法検査測定体験 担当症例評価計画の立案 基本的な検査測定の説 

明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 ６ 回：理学療法検査測定体験 担当症例評価計画の立案と確認 基本的な検査測 

     定の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 ７ 回：理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施 （担当：臨 

     床実習指導者） 

第 ８ 回：理学療法検査測定体験 担当症例への理学療法検査測定実施 （担当：臨 

     床実習指導者） 

第 ９ 回：担当症例への理学療法検査測定実施 検査・測定実習評価、振り返り（担 

当：臨床実習指導者） 

第 10回：検査・測定実習後 OSCE 学内振り返り（学内）（担当：本学専任教員、臨床 

実習指導者） 

 

 

「評価実習」（８単位）（４年次前期８週間 360時間） 

担当教員：本学専任教員、臨床実習指導者 

授業内容 

臨床実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとにクリニカル・クラークシップ形

式に理学療法評価を体験し、以下の項目を実習する 

第 １～２回：学内オリエンテーション 評価実習前 OSCE（学内）（担当：本学専任 

       教員、臨床実習指導者） 

第 ３～４回：評価実習オリエンテーション 施設見学 理学療法部門他見学等 



88 

（担当：臨床実習指導者） 

第 ５～６回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な理学療 

       法評価の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第７～10 回：理学療法部門見学 担当症例情報収集 基本的な理学療法評価の説明、 

  模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例評価計画の立案 基本的な理学療法評価 

       の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 14～16回：理学療法評価体験 担当症例評価計画の立案と確認 基本的な理学療 

       法評価の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 17～20回：理学療法評価体験等 担当症例等へ理学療法評価実施 担当症例初期 

        評価、治療計画、目標作成（担当：臨床実習指導者） 

第 21～25回：理学療法評価体験等 担当症例等への理学療法補助体験 担当症例初 

       期評価振り返り（担当：臨床実習指導者） 

第 26～29回：担当症例への理学療法再評価実施 担当症例等への理学療法補助体験 

（担当：臨床実習指導者） 

第 30～34回：担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法補助体 

        験（担当：臨床実習指導者） 

第 3 5 回：評価実習評価、評価実習振り返り（実習施設内）（担当：臨床実習指導 

者） 

第 36～40回：評価実習後 OSCE 評価実習振り返り（学内）学内症例発表 症例検 

        討会（担当：本学専任教員、臨床実習指導者） 

 

 

「総合実習」（８単位）（４年次前期８週間 360時間） 

担当教員：本学専任教員、臨床実習指導者 

授業内容 

実習施設において、臨床実習指導者の指導のもとにクリニカル・クラークシップ形式に

より下記の項目を行い基本的な理学療法を修得する。 

第１～２回：学内オリエンテーション 総合実習前 OSCE（学内）（担当：本学専任 

      教員、臨床実習指導者） 

第３～４回：総合実習施設内オリエンテーション 施設見学 理学療法部門他見学等 

（担当：臨床実習指導者） 

第５～６回：理学療法部門見学 担当症例紹介と評価計画の立案 基本的な理学療法 

      評価の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第７～10回：理学療法部門見学 担当症例への情報収集 基本的な理学療法評価の説 

明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 



89 

第 11～13回：理学療法評価体験 担当症例等へ評価計画の立案 基本的な理学療法 

       の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 14～16回：理学療法実施体験 担当症例等へ理学療法計画実施 基本的な理学療 

       法の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 17～20回：理学療法体験等 担当症例等へ理学療法計画実施体験 基本的な理学 

       療法の説明、模倣、実施（担当：臨床実習指導者） 

第 21～25回：理学療法再評価体験等 担当症例等への理学療法再評価体験 担当症 

       例再評価・振り返り（担当：臨床実習指導者） 

第 26～29回：担当症例への理学療法実施 担当症例等への理学療法補助体験 他部 

       門及び多職種との連携体験（担当：臨床実習指導者） 

第 30～34回：担当症例への理学療法最終評価実施 担当症例等への理学療法体験  

       他部門及び多職種との連携体験（担当：臨床実習指導者） 

第 3 5 回：総合実習評価、総合実習振り返り（実習施設内）（担当：臨床実習指導 

者） 

第 36～40回：総合実習後 OSCE 総合実習振り返り（学内）学内症例発表 症例検 

       討会 （担当：本学専任教員、臨床実習指導者） 

 

 

「地域実習」（２単位）（４年次後期２週間 90時間） 

担当教員：本学専任教員、臨床実習指導者 

授業内容 

第 １ 回：地域実習前学内オリエンテーション（学内）（担当：本学専任教員） 

第 ２ 回：地域実習施設オリエンテーション 施設案内 他部門見学等（各施設） 

（担当：臨床実習指導者） 

第３～５回：理学療法部門及び他部門見学・体験 理学療法対象者及び施設スタッフ 

      とのコミュニケーション体験等（担当：臨床実習指導者） 

第６～８回：理学療法部門及び他部門他見学・体験、各種会議参加見学、訪問、 

介護予防事業見学体験（担当：臨床実習指導者） 

第 ９ 回：理学療法部門及び他部門他見学・体験、地域実習評価及び振り返り（各施 

       設）（担当：臨床実習指導者） 

第 1 0 回：担当教員による地域実習振り返り 学内発表会（学内）（担当：本学専任 

教員） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

12．【全体計画審査意見 12 の回答について】 

＜養成する人材像と科目配置の関係が不明確＞ 

 

（1）養成する人材像に掲げられている 6つの観点と教育課程の対応関係が不明なので明確

にするとともに、どのようにこれらの資質・能力を身に付けさせられるのかを明確にするか

必要に応じて修正すること。「健康寿命の延伸」と「在宅医療の推進」に関わる学修内容は

不足していると考えられるため、充実させること。 

（対応） 

（1） 
審査意見を踏まえ、６つの観点ごとに「教育課程との対応関係」と「身に付けさせる資質・

能力」について以下のとおり説明を行う。 
設置の趣旨を記載した書類では、「①専門学校を取り巻く社会変化」「②少子高齢化と保健

医療分野の人材不足」「③家族構成、家族形態の変化」「④健康寿命の延伸」「⑤在宅医療の

推進」そして「⑥組織における経営・マネジメント能力の向上」の 6つを大学設置の背景と

必要性として整理した。 

 

①専門学校を取り巻く社会変化 
＜概要＞ 

「専門学校を取り巻く社会変化」は、「高い専門的知識と技術を備えた専門職業人材を育

成する」という養成する人材像の下、「社会環境変化、医療や病態の変化や工学系の他分野

との連携など、リハビリテーションを取り巻く環境が多様化・複雑化していること、そのよ

うな変化に対応する能力を育成するには専門学校での教育のみでは不十分である、という

問題意識から、変化している環境に対応できる能力を身に付けさせるため高度で多様な知

識を教授する専門職大学が必要」、という観点である。この観点に対応する能力は、「基礎科

目」「展開科目」「総合科目」を中心に、「職業専門科目」では地域に関わる科目で育成する。 

 

＜教育課程との対応関係と身に付けさせる資質・能力＞ 

保健医療分野で今日課題となっている諸課題も、社会の変化を考慮せずに解決すること

は困難である。社会環境の変化は、疾病構造が生活習慣病へと変化していることにあるよう

に、社会環境の変化は保健医療の病態変化にも関連が深い。「基礎科目」では、社会の変化、

地域との関係、IT を中心とした他産業技術の発展、組織や経営に関わる課題などに目を向

け、理解するための科目を配置し、社会の高度化、多様化、複雑化を理解し、専門分野や展

開科目の学修に活かすための知識を学修させる。 
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図表 22 我が国における疾病構造 

 

【出典】「医療と介護を取り巻く現状と課題等」（中央社会保険医療協議会 総会（第 341 回）
平成 28年 厚生労働省） 

 

「職業専門科目」では、理学療法学科では「地域共生のための連携活動Ⅰ」「地域共生の

ための連携活動Ⅱ」「生活環境学」「地域連携学」「地域理学療法学」「地域実習」の６科目で、

高齢化の進展を中心とした社会環境の変化により求められる地域包括ケアシステム構築の

ために、社会や地域の変化について理解する知識や能力の育成を行う。これら科目では、現

代社会における高齢者や障がい者、児童や貧困者などの社会的弱者の現状、高齢化に伴う社

会変化と生活環境の変化や、保健医療専門職が地域で活動するうえでの視点を学修する。 

「展開科目」では、「隣接他分野」の各科目で保健医療分野に隣接する業界・分野の現状

や課題を学び、専門分野だけでなく隣接する分野での知識は問題意識を基に課題解決につ

なげる能力を育成する。 

高齢者の多様化するニーズとして、図表 23 のように「社会的活動ができるようになりた

い」というニーズも多い。「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズ

ムと外出支援Ⅱ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ」

では、高齢者の多様化するニーズに対応する知識を学ぶ。これらの科目では、高齢者や障が

い者などの社会的活動に関連し、対象者の社会的活動の多様化とその対応手法として、ユニ

バーサルツーリズムや美容ケアのアプローチが役立てられることを学ぶ。 

「身体障害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学Ⅱ」では、技術革

新が進み高度化する保健医療福祉機器について学ぶ。「共生社会における災害行政Ⅰ」「共生

社会における災害行政Ⅱ」は、地震や水害など大災害が多発する昨今、災害に対する自治体

の取り組みや体制を学ぶ。 
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図表 23 リハビリテーションの継続理由 

 

【出典】「平成 24 年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に関わる調査（平成 26 年度調査
「リハビリテーションにおける医療と介護の連携に関わる調査研究事業」）報告書」厚生労働省 
 
 

②少子高齢化と保健医療分野の人材不足 
＜概要＞ 

「少子高齢化と保健医療分野の人材不足」は、「高い専門的知識と技術を備えた専門職業

人材を育成する」という養成する人材像の下、「１都３県で人口当たりの理学療法士・作業

療法士数が全国の中で下位に位置すること、一般の医療機関における人材不足への対応に

加え今後、乳幼児から高齢者をまでを対象とする在宅・地域における保健医療機関や事業に

おける人材不足への対応が必要である」、という観点である。この観点につながる能力は、

「職業専門科目」で育成する。 
 
＜教育課程との対応関係と身に付けさせる資質・能力＞ 

「職業専門科目」では、解剖学、生理学などの基礎医学系をはじめ、人間発達学、リハビ

リテーション医学のほか、神経内科学、整形外科学、内科学、老年医学、小児科学などの臨

床医学系の科目を配置し、特に関連する科目において、在宅医療の推進・健康寿命の延伸に

関連する内容を含むものとしている。理学療法・作業療法関連科目は、概論を始め、管理学、

評価学、治療学、治療学実習などのように順序性を持たせ、学生が確実に学修できるように

設定した。授業内容は、より実際の臨床現場に即した内容、あるいは、実際の在宅医療や訪

問リハビリテーションの内容を含むものとし、ICFや QOLの視点、地域包括ケアシステムや

健康寿命の延伸の視点などについても関連科目で繰り返し触れることにより、学生への意

識化を促すよう留意した。 
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③家族構成、家族形態の変化 
＜概要＞ 

「家族構成、家族形態の変化」は、「多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を有

した人材を育成する」という養成する人材像の下、「少子高齢化・女性の社会進出など、家

族構成や家族形態が変化し、老老介護や介護離職などの問題が指摘されるように、家族のみ

での対応が困難となってきていること、このような状況に対して地域包括ケアシステムの

構築が地域住民全体を対象とする施策として位置づけられ、理学療法士・作業療法士の積極

的な関わりが求められていること、さらに地域包括ケアシステムは、対象者がその人らしい

生活をすることができるように支援するシステムと言え、「QOL の維持・向上という考えに

繋がる」という観点である。 
 この観点につながる能力は、「基礎科目」「展開科目」を中心に「職業専門科目」の地域

に関わる科目で育成する。 
 
＜教育課程との対応関係と身に付けさせる資質・能力＞ 

「基礎科目」では、審査意見の指摘を受け、新たに「敬心における共生論」を追加した。

この科目は、敬心学園の一員として学園理念を踏まえ、「共生社会」や「リハビリテーショ

ン」さらには「QOLの維持・向上」について理解を深める科目である。 
共生社会における自らの役割について考える。このほか、「心理学Ⅰ」「社会学」などの

科目で家族や女性について、「職業倫理」「社会人基礎力」「チームワーク概論」「地域防災」

「地域ボランティア論」「建築・まちづくり」では地域包括ケアや地域での取り組みに関連

する知識や取り組み姿勢を学ぶ。 
「職業専門科目」では、「地域共生のための連携活動Ⅰ」「地域共生のための連携活動Ⅱ」

「生活環境学」「地域連携学」「地域理学療法学」「地域実習」の６科目で地域包括ケアに関

連する知識を学び、地域住民全体を対象とした支援についての能力を育成する。 
 「展開科目」では、「隣接他分野」のうち、「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」で“共生社

会”について理解を深め、リハビリテーション専門職にとっての“共生福祉”の意味と意

義や地域社会において多職種による連携・協働、市民の協力を得た上でのネットワーキン

グの必要性などについて、具体的かつ実践的に学ぶ。さらに「ユニバーサルツーリズムと

外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ」

「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅱ」では、以前は家族を中心にその支援をおこなってい

た外出や、社会的活動支援につながる知識や能力を育成する。また「身体障害への支援シ

ステム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学Ⅱ」で、家族の負担を低減することにつな

がる福祉機器についての知識も教授する。「共生社会における災害行政Ⅰ」「共生社会にお

ける災害行政Ⅱ」「障害児教育における学校支援Ⅰ」「障害児教育における学校支援Ⅱ」も、

家族構成や家族形態の変化により家族のみでの対応・支援が困難となり、地域での支援が

より重要となっている高齢者や障がい児の支援について、理学療法士・作業療法士として
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の専門知識をいかに活かすことができるか、連携できるかについて教授する。隣接他分野

の各科目は、全て講義科目である「Ⅰ」で理論と知識を学び、演習科目・実技である「Ⅱ」

で得た理論・知識を定着させる体系とした。 

「職業専門科目」では、地域で理学療法士・作業療法士の活動について学ぶ「生活環境

学」「地域連携学」「地域理学療法学」「地域実習」、地域包括ケアや地域での連携活動等に

ついて学ぶ「地域共生のための連携活動Ⅰ」「地域共生のための連携活動Ⅱ」の 2科目で対

応する能力を育成する。 
 
 

④健康寿命の延伸 
＜概要＞ 

「健康寿命の延伸」は、「多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を有した人材を

育成する」という養成する人材像のもと、「寿命が伸びる中、健康寿命の延伸が重要な課題

となっていること、健康寿命の延伸は QOLの維持・向上に繋がるものであり、生活習慣病な

どの予防や悪化、余病の発生を防ぐなど高齢者のみを対象とするものではなく、障がい者も

含め国民全体を対象にした取り組みが必要であること、理学療法士・作業療法士は対象者の

自立生活を支援する役割を担っており、健康寿命の延伸という視点を認識し対応していく

必要があること、健康寿命の延伸には生きがい作りなど幅広くサポートできる能力を育成

する必要があること」といった観点である。 
この観点に対応する能力は、「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」で育成する。 

 

＜教育課程との対応関係と身に付けさせる資質・能力＞ 

「基礎科目」では、「敬心における共生論」「社会学」「職業倫理」では生きがいづくりや

健康寿命に関わる社会問題、「心理学Ⅰ」「心理学Ⅱ」「社会人基礎力」「チームワーク概論」

では対象者とその家族の生活支援やコミュニケーション能力を、「栄養学」では健康寿命延

伸に関連の深い栄養について学ぶ。 

「職業専門科目」では、健康寿命の延伸に関する学修が不足している、という指摘を踏ま

え、「疾病の成り立ち及び回復過程の促進」で理学療法学科・作業療法学科それぞれ３科目、

「治療学」では理学療法学科５科目、作業療法学科１科目、臨地実務実習ではそれぞれ地域

実習１科目に、健康寿命の延伸に関連する学修を追加した。具体的な科目は、図表 24 であ

る。 
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図表 24 「健康寿命の延伸」について学ぶ科目（職業専門科目） 

 

※疾病の成り立ち＝疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進 

  

展開科目では隣接他分野の各科目で、理学療法士・作業療法士の専門知識・技術に加え、

生きがいづくりや外出支援、新しい技術や関連する分野を融合したサービスを展開できる

能力について修得し、健康寿命の延伸に寄与する能力を育成する。 

 

⑤在宅医療の推進 
＜概要＞ 

「在宅医療の推進」は、「多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を有した人材を

育成する」という育成人材像のもと、「地域包括ケアシステムの構築の中で在宅医療の推進

が重要な位置を占めていること、今後在宅医療を推進していく上で、医療職以外の様々な

人々と連携・協力していく必要があること、対象者や家族を含めた支援者のニーズや社会・

経済的背景などを含めた状況把握、すまいを含めた住環境・生活環境の状況把握、様々な保

健医療福祉制度やサービス等に関する知識、コミュニケーション力、課題解決力、そして在

宅医療に関連する事業知識、事業企画・展開力、組織のマネジメント力なども必要となる」

という観点である。 
この観点に対応する能力は、「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」で育成する。 

 

＜教育課程との対応関係と身に付けさせる資質・能力＞ 

「基礎科目」では、在宅医療の対象者やその支援者の心理・社会的背景、在宅医療を進め

る上で必要となるコミュニケーション能力、さらに住まいや栄養などの知識を学び、在宅医

療の推進に関わる知識や能力を育成する。 

「職業専門科目」では、「疾病の成り立ち及び回復過程の促進」で理学療法学科・作業療

法学科それぞれ１科目、「治療学」では理学療法学科４科目、作業療法学科５科目、「地域理

科目区分 理学療法学科 作業療法学科

整形外科学 整形外科学

内科学 内科学

老年医学 老年医学

運動器理学療法学 高齢期作業療法治療学

神経理学療法学

内部障害理学療法学

高齢者理学療法学

スポーツ理学療法学実習

実習 地域実習 地域実習

保健医療福祉と
リハビリテー
ションの理念

公衆衛生学 公衆衛生学

理学療法管理学 理学療法管理学Ⅰ

既に扱って
いた科目

疾病の成り立ち※

治療学

新たに健康
寿命につい
て授業内容
に追加した

科目
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学療法学」では理学療法学科３科目、臨地実務実習では両学科とも「地域実習」の１科目、

それぞれ在宅医療の推進に関連する学修内容を追加した。具体的な科目は、図表 25のとお

りである。 

 

図表 25 「在宅医療の推進」について学ぶ内容を追加した科目（職業専門科目） 

 

※疾病の成り立ち＝疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進 

 

「展開科目」では、隣接他分野の各科目で在宅医療に関連する様々なサービス等に関する

知識や、在宅医療を支援する福祉機器についての知識を教授する。経営分野の各科目では、

組織のマネジメント力や、在宅医療を進めるうえで必要な事業企画力を育成するほか、具体

的な事業やサービス事例を学び、実践的な能力の育成を行う。 

 

 

⑥組織における経営・マネジメント能力の向上 
＜概要＞ 

「組織における経営・マネジメント能力の向上」は、「組織の経営・マネジメントの知識

を身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダーを育成する」という養成人材像

を踏まえ、「少子高齢化に伴う保健医療分野の人材不足を背景に、不足人数を充足するだけ

でなく、業務の在り方やビジネスモデルの改革など、仕事を見直すことも必要であること、

在宅医療の推進や健康寿命の延伸などに取り組むうえでマネジメント力が必要であること、

関連する他分野の知識を活用し新しいサービスに関わるには経営に関する知識が必要であ

ること、経営に関するマネジメント能力を持つ人材が増えることで、事業の継続性が高まり、

人材不足解消に寄与することが期待されること、福祉工学分野など関連する他の分野との

連携・協力が必要である」という観点である。 
 この観点に対応する能力は、「基礎科目」「展開科目」で育成する。 
 

科目区分 理学療法学科 作業療法学科

疾病の成り立ち※ 神経内科学 神経内科学

日常生活活動学 身体機能作業療法治療学Ⅰ

運動器理学療法学 身体機能作業療法治療学Ⅱ

神経理学療法学 身体機能作業療法治療学Ⅲ

高齢者理学療法学 発達障害作業療法治療学

日常生活活動作業療法治療学

生活環境学

地域連携学

地域理学療法学

実習 地域実習 地域実習

既に扱って
いた科目

地域 地域作業療法学

新たに「在
宅医療の推
進」につい
て授業内容
に追加した

科目

治療学

地域
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＜教育課程との対応関係と身に付けさせる資質・能力＞ 

「基礎科目」では、組織をマネジメントするうえで必要な知識や能力、組織の課題を把握

するうえで必要な情報処理能力を育成する。 

「展開科目」では、経営分野の基本となる分野を学び、保健医療分野の専門的な経営やサ

ービスについて学修することで早い段階で組織の中核を担う実務リーダーとなりうる人材

育成に必要な能力を育成する。「実務リーダーのための経営戦略論」「組織・人材マネジメン

トの理論と実践」「実践マーケティング戦略」「実務リーダーのための財務会計Ⅰ」「実務リ

ーダーのための財務会計Ⅱ」「ビジネスのための法律」「ビジネスのための IT」では、経営

分野の基本的知識と能力を育成し、「保健医療経営Ⅰ」「保健医療経営Ⅱ」「在宅サービスの

事業経営」において、保健医療分野の専門的な経営についての知識を教授する。さらに経営

の総合的な科目である「事業計画策定概論」「総合事業開発」では新しい事業やサービスを

計画するための事業計画書を策定するプロセスを修得し、経営分野の学びをどのように保

健医療分野及び隣接他分野で活かすためのことができるかをディスカッション形式で身に

付ける。 

 
【資料 11】 6 つの観点と授業科目の対応（理学療法学科） 
【資料 12】 6 つの観点と授業科目の対応（作業療法学科） 
 
（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（35ページ） 
（１）基礎科目 
科目として 27 科目を配置し、そのうち必修科
目は 9 科目 13 単位、選択科目を 18 科目とし
た。選択科目として配置した 18 科目は、 
 
基礎科目は、共生社会の実現のため将来地域
や組織において 

（中略） 
（36 ページ） 
地域での取り組みに関連する知識や取り組
み姿勢を学ぶ。 
 
「社会」は社会の中での位置づけや考え方、
知識を涵養する 9 科目で構成し、うち必修科
目は 4 科目、そのうち２科目を主要科目とし
た。 

[必修科目] 
〇敬心における共生論、〇心理学Ⅰ、実務
英会話、心理学Ⅱ 

[選択科目] 
法学、経営学、国際関係論、社会学、観光
学 

※〇：主要科目 
 

（25ページ） 
（１）基礎科目 
科目として、必修科目を 5 科目 6 単位設定し
た。選択科目として配置した 11 科目は 
 
 
(追加) 

 
 
 
 
 
 

「社会」は社会の中での位置づけや考え方、
知識を涵養する科目で構成した。学部共通科
目は６科目、うち必修科目は１科目である。 

 
[必修科目] 
実務英会話 

[選択科目] 
法学、経営学、国際関係論、社会学、観光
学 
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（削除） 
 
 
 
 
 
 
（37 ページ） 
「科学」の領域は、科学技術・知識、分析力や
科学的思考力を涵養する領域として設定し、
9 科目を配置した。 
 
「栄養学」は保健医療専門職として学ぶべき
基礎的知識であることから、必修科目とした。 
 
保健医療の専門職に関連する科学的・技術的
知識をリテラシーとして学ぶべきと考え、「物
理学」「化学」などの科目を配置した。 
 
[必修科目] 
統計学、栄養学 
[選択科目] 
ICT 概論、建築・まちづくり、情報リテラシ
ー、生物学、物理学、化学、統計学序論 
 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
（37 ページ） 
（2）職業専門科目 
 
職業専門科目は、両学科ともすべて必修科目
として配置した。職業専門科目では、保健医
療分野において差別化された 
 
 
 
リハビリテーション学部のカリキュラムは、 
 
それぞれの実習科目に必要な実習施設は、学
生人数分を確保している。 
 
（38 ページ） 
「職業専門科目」では、解剖学、生理学など 

（中略） 
学生への意識化を促すよう留意した。 
 
 
修得した医学的知識をもとに 2 年前期から 3

【リハビリテーション学科】 
[必修科目] 
心理学Ⅰ・Ⅱ 

【福祉介護イノベーション学科】 
[必修科目] 
社会保障論Ⅰ・Ⅱ、心理学（２） 

 
 
「科学」の領域は、科学技術・知識、分析力
や科学的思考力を涵養する領域として設定し
た。 
 
（追加） 
 
 
保健医療福祉の専門職に関連する技術的知識
についても、リテラシーとして学ぶべきと考
え、学科特性に合わせ科目を配置した。 
【学部共通科目】 
 [必修科目] 
統計学 
[選択科目] 
ICT 概論、建築・まちづくり、情報処理演習 
 
【リハビリテーション学科】 
[必修科目] 
統計学序論（昼間コース）、栄養学、薬理学 
 [選択科目] 
生物学 
【福祉介護イノベーション学科】 
[必修科目] 
医学一般 
 
（28 ページ） 
（2）職業専門科目 
①リハビリテーション学科 
リハビリテーション学科での職業専門科目
は、両専攻ともすべて必修科目として配置し
た。リハビリテーション学科での職業専門教
育では、保健・医療・福祉のそれぞれの分野
において差別化された 
 
リハビリテーション学科のカリキュラムは、 
 
それぞれの実習科目に必要な実習施設は、以
下のとおりである。 
 
 
（追加） 
 
 
 
（29 ページ） 
修得した医学的知識をもとに 2 年次から 3 年



99 

年前期にかけて臨床医学を学ぶ。基礎医学と
臨床医学の知識を基盤として、理学療法学科
では 1 年後期から 3 年前期に評価学、2 年前
期から 3 年後期にかけて治療学を学び、作業
療法学科では 1 年後期から 2 年後期にかけて
評価学を学び、3 年前期から 3 年後期にかけ
て治療学を学ぶ。 

 
（38 ページ） 
このほか、多職種連携について学ぶ「地域共
生のための連携活動Ⅰ」「地域共生のための連
携活動Ⅱ」を配置した。「地域共生のための連
携活動Ⅰ」は学科共通科目として、「地域共生
のための連携活動Ⅱ」は 
 
（39 ページ） 
①理学療法学科 
理学療法学科では、「人体の構造と機能及び心
身の発達」（11科目 12 単位）、「疾病と障害の
成り立ち及び回復過程の促進」（9 科目 15 単
位）、「保健医療福祉とリハビリテーションの
理念」（6科目 9単位）、「基礎理学療法学」（3
科目 3単位）、「理学療法管理学」（2 科目 2 単
位）、「理学療法評価学」（8科目 12単位）、「理
学療法治療学」（15 科目 24単位）、「地域理学
療法学」（3科目 4 単位）、そして「臨地実務実
習」（5科目 20単位）の計 62 科目 101単位を
配置した。 
 
理学療法学科では、以下の 3 つの考え方から
主要科目として 11 科目を設定した。 

（中略） 
（40ページ） 
「地域実習」で関連する学修内容を行う。 
 
②作業療法学科 
作業療法学科は、「人体の構造と機能及び心身
の発達」（12 科目 12単位）、「疾病と障害の成
り立ち及び回復過程の促進」（9科目 15単位）、
「保健医療福祉とリハビリテーションの理
念」（6 科目 9 単位）、「基礎作業療法学」（4科
目 4 単位）、「作業療法管理学」（2 科目 2 単
位）、「作業療法評価学」（8科目 8単位）、「作
業療法治療学」（18 科目 18単位）、「地域作業
療法学」（4科目 5 単位）、そして「臨地実務実
習」（7 科目 24 単位）の計 70 科目 97 単位で
構成している。 
 
作業療法学科では、以下の 3 つの考え方から
主要科目として 11 科目を設定した。 

（中略） 
臨地実務実習では「地域実習」で関連する教
育を行う。 
 

前期にかけて臨床医学を学ぶ。基礎医学と臨
床医学の知識を基盤として、1 年後期から 3
年前期にかけて理学療法評価学を、2 年前期
から 3 年後期にかけて理学療法治療学を学
ぶ。 
 
 
 
 
このほか、多職種連携について学ぶ「地域共
生のための多職種連携Ⅰ・Ⅱ」を配置した。
「地域共生のための多職種連携Ⅰ」は学科共
通科目として、「地域共生のための多職種連
携Ⅱ」は 
 
 
 
理学療法専攻では、「人体の構造と機能及び
心身の発達」（11 科目 12 単位）、「疾病と障
害の成り立ち及び回復過程の促進」（７科目
13 単位）、「保健医療福祉とリハビリテーシ
ョンの理念」（５科目６単位）、「基礎理学療
法学」（３科目 3 単位）、「理学療法管理学」
（２科目 2 単位）、「理学療法評価学」（８科
目 12 単位）、「理学療法治療学」（15 科目 24
単位）、「地域理学療法学」（３科目４単位）、
そして「臨床実習」（５科目 20 単位）の計
59 科目 96 単位を配置した。 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
 
作業療法専攻は、「人体の構造と機能及び心
身の発達」（12 科目 12 単位）、「疾病と障害
の成り立ち及び回復過程の促進」（７科目 13
単位）、「保健医療福祉とリハビリテーション
の理念」（５科目６単位）、「基礎作業療法
学」（４科目４単位）、「作業療法管理学」（２
科目２単位）、「作業療法評価学」（８科目８
単位）、「作業療法治療学」（18 科目 18 単
位）、「地域作業療法学」（４科目５単位）、そ
して「臨床実習」（７科目 24 単位）の計 68
科目 99 単位で構成している。 
 
（追加） 
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（削除） 
 
 
 
 
 
（40 ページ） 

（3）展開科目 
（削除） 
 
 
 
 
「展開科目」は、保健医療の専門的な知識や 

（中略） 
（44 ページ） 
必要な知識を修得できると考えている。 
 
（44 ページ） 
（4）総合科目 
（削除） 
 
 
 
総合科目はゼミナール形式の科目とし、必修
科目・主要科目として配置し、専任の教授・
准教授が担当する。 
 
指導教員として理学療法学科 12 名、作業療法
学科 15 名を配置し、 
 
①理学療法学科 
理学療法学科における総合科目の位置づけと
して、 

（中略） 
（45 ページ） 
論文作成までの一連の研究過程を体験する。 
 
 
理学療法学科では、総合科目にゼミナール

を配置し、卒業研究論文の作成の指導を中心
に総合的な指導を行う。基礎ゼミナール 2 科
目を 3 年次、卒業研究ゼミナール 2 科目を 4
年次に行う。「理学療法研究基礎ゼミナール
Ⅰ・Ⅱ」において、研究論文執筆の基礎及び
研究研究テーマについて整理する。「理学療
法研究卒業ゼミナールⅠ」で研究論文をまと
めるための研究計画の立て方を中心に進め、
「理学療法研究卒業ゼミナールⅡ」で最終的
に卒業研究論文としてまとめ、プレゼンテー
ション技能についても学ぶ。 

 
（45 ページ） 

理学療法学科における総合科目の位置づけと

②福祉介護イノベーション学科 
介護福祉は、主に高齢者を対象と考えられ 

（中略） 
他職種連携について体系的に学べる環境を整
えた。 
 
（31 ページ） 
（3）展開科目 
展開科目は、学部共通に「経営」に関する 

（中略） 
（32 ページ） 
介護福祉士の魅力付けにもなると考えている。 
 
（追加） 

 
 
 
 
（33 ページ） 
（4）総合科目 
本学では、総合科目にゼミナールを配置し、 
（中略） 
プレゼンテーション技能についても学ぶ。 
 
（追加） 
 
 
 
これら演習科目の指導教員として理学療法専
攻昼間コース８名、 
 
（追加） 
 
 
 
 
（追加） 
 
（33 ページ） 
本学では、総合科目にゼミナールを配置し、
卒業研究論文の作成の指導を中心に総合的な
指導を行う。リハビリテーション学科作業療
法専攻を除き、基礎ゼミナール 2 科目を 3 年
次、卒業研究ゼミナール 2 科目を 4 年次に行
う。「基礎ゼミナールⅠ・Ⅱ」において、研究
論文執筆の基礎及び研究研究テーマについて
整理する。「卒業研究ゼミナールⅠ」で研究論
文をまとめるための研究計画の立て方を中心
に進め、「卒業研究ゼミナールⅡ」で最終的に
卒業研究論文としてまとめ、プレゼンテーシ
ョン技能についても学ぶ。 
 
 
（追加） 
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して、 
（中略） 

論文作成までの一連の研究過程を体験する。 
 

②作業療法学科 
 
作業療法学科では、研究手法を学び卒業研究
をまとめる「作業療法研究Ⅰ」「作業療法研究
Ⅱ」と、実習を総合的に振り返る「作業療法
学セミナーⅠ」「作業療法学セミナーⅡ」「作
業療法学セミナーⅢ」を配置した。 
 
「作業療法学セミナー」は臨地実務実習と関
連付けて、 

（中略） 
（46 ページ） 
という教育的効果を考えている。 
 
（削除） 
 

 
 
 
 
（追加） 
 
作業療法専攻では、研究手法を学び卒業研究
をまとめる「作業療法研究Ⅰ・Ⅱ」と、実習を
総合的に振り返る「作業療法セミナーⅠ・Ⅱ・
Ⅲ」を配置した。 
 
  
（追加） 
 
 
 
 
 
②福祉介護イノベーション学科 
福祉介護イノベーション学科は、基礎ゼミナ
ールⅠ・Ⅱ、卒業研究ゼミナールⅠ・Ⅱの必
修 4 科目を配置した。  
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

12．【全体計画審査意見 12 の回答について】 

＜養成する人材像と科目配置の関係が不明確＞ 

 

（2）設置の趣旨等を記載した書類において、「他産業等との連携や IoT、AI等の活用」の重

要性が掲げられているが、対応する授業科目が不明確なため、養成する人材像を踏まえ、教

育課程において、どのようにこれらの資質・能力を身に付けさせられるのかを明確にするか

修正すること。 

（対応） 
（2） 

【IoT、AI等の活用について】 

■IoTに関する資質・能力を身に付けさせる科目 

IoT は「Internet of Things」の略称で「モノのインターネット」といわれるが、様々な

機器等がインターネットにつながることで、機器の新しい活用などが期待されている。リハ

ビリテーションに関連する機器も、既に IoT を活用した計測機器や在宅でのリハビリを遠

隔操作で支援するシステムなど開発されている。今後、IoTを基盤とする機器やサービスを

利用する機会が増えてくると考え、IoTについては、基礎科目の「情報リテラシー」「ICT概

論」、展開科目の「ビジネスのための IT」の 3科目で取り扱う。 

「情報リテラシー」では、IoTの基本的な考え方を学び、「ICT概論」では IoTの特徴と今後

の動向について教授する。「ビジネスのための IT」では、基礎科目で学んだ知識を基に、企

業等でどのような活用がされているか、具体例を通して学ぶ。 

 
■AIに関する学修の優先度の変更について 

AI について専門家の意見を聞き再確認したところ、初心者が AIに関する一定のスキルを

身に付けるには相当高いハードルを越えなければならない、という指摘を受けた。さらに、

AIそのものについては、「ここ数年で多くの企業が AIを試行したが、2018年後半から一連

のブームは去りつつあり、市場では AI の捉え方が冷静になってきている側面が見られる」

（ガートナー 2018 年 12 月）と現状分析されており、AI の活用については本学の学修に

含める優先度は低いと判断し、科目内容を変更した。AI は前述の説明にもあるように、技

術の進歩が早い分野の知識であり、実際に学生が授業を履修する数年後には状況が一変し

ていることが十分考えられるという点も考慮し、技術として浸透し、安定した段階で学ぶべ

き分野・知識であると考えたためである。 
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【他産業等の連携について】 

他産業との連携については、職業専門科目の関連する授業でリハビリテーションや福祉

機器等のメーカーとの連携、展開科目に関わる他産業との連携が中心となる。 

各種機器を製造・販売する企業とは、新しい機器についての情報や直接使用する等の機会

を提供していただくことを中心に連携していく計画である。現在複数の企業とショールー

ムへの学生の見学、授業での講義などに協力いただける関係を構築している。「身体障害へ

の支援システム工学Ⅰ・Ⅱ」では機器について学ぶが、実際の開発や販売の苦労、利用者の

声など実務を行う担当者から直接話を聞くことは学生にとって有益であると考えている。 
「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」では、

交通機関や宿泊施設、商業施設を運営する企業等と連携し、フィールドワークや授業での講

義などに協力いただく計画である。 
「美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ」「美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ」は化粧品関連

企業と連携し、授業での協力のほか、保健医療分野での美容の可能性について調査研究を行

っていく計画である。 
この他、基礎科目の「社会人基礎力」では、百貨店業を営む企業と連携し、サービス業の

プロから社会人としての基礎だけでなくサービスの基本を学ぶ。これは、リハビリテーショ

ン専門職も医療サービス業であることから、サービス業・接客業として長年培ってきたノウ

ハウを学ぶことが有益であると判断したためである。授業では、実際に百貨店での接客の体

験等を行うなど、実践的な内容を計画している。 
 

（新旧対照表） 授業概要 
新 旧 

【情報リテラシー】 
コンピュータとインターネットは 20 世紀終
盤から今世紀にかけて急速に普及し、生活と
ビジネスの仕組みを大きく変えた。今後の情
報系科目の基盤として、コンピュータとイン
ターネットの基本的な仕組みと効果的な使い
方、セキュリティの課題と対策を中心に学ぶ。
情報分野の基礎概念と各種用語の正確な理
解、情報システムの基本的な構成と利用、ア
ルゴリズムの基礎概念、さらに今後の発展の
方向性としての IoT と機械学習・人工知能の
基本について学ぶ。 
 
 
【ICT 概論】 
ICT を代表するものとしてクラウドサービス
と IoT（Internet of Things）に焦点を当て、
AI とともに、その特徴と今後の動向を身近な
適応事例としてのスマホアプリや音声認識サ
ービスの体験を通して学ぶ。 
次に、ICT の進化による医療福祉分野におけ
る今後の活用見込みについて、省力化と QOL

【情報処理概論】 
ビジネスにおいてコンピュータやインターネ
ットの活用なくして業務は成り立たなくなっ
ている。また、大学生活においても、インタ
ーネットを介した情報の検索、パソコンによ
る実習計画書・実習報告書・各種レポート・
卒業研究等の作成を行う場面が想定される。 
本授業は、コンピュータ操作やインターネッ
ト利用に関する知識と技術を身に付けると共
に、実務に役立つポイントを、事例を交えて
分かり易く解説する。また、情報セキュリテ
ィについての適切な知識や、インターネット
やデータベースの検索手法についても学ぶ。 
 
【ICT 概論】 
ICT を代表するものとしてクラウドサービス
と IoTに焦点を当て、AIとともに、その特徴
と今後の動向を身近な適応事例としてのスマ
ホアプリや音声認識サービスの体験を通して
学ぶ。 
次に、ICT の進化による医療福祉分野におけ
る今後の活用見込みについて、省力化と QOL



104 

の向上の観点から、同分野におけるこれら技
術の適応事例における考察結果も踏まえて学
ぶ。 
 
【ビジネスのための IT】 
情報技術（IT）は一般企業にも行きわたり、
ビジネスを組み立てる、実行するうえでも必
須の要素となっている。ITがビジネスで活用
されている身近な事例を教材として用い、ビ
ジネスの具体的な場面で用いられている IT
の用語や、保健医療分野ではどういった目的
で IT が活用されているか等を学習する。講義
内では、本講義で学ぶ事例、いままでに情報
関連の科目で学んだ知識を活用するためのグ
ループディスカッションの機会を複数回設
け、学習した事例をもとに IT を活用したビジ
ネスアイデアを練る力を身につける。 
 
（キーワード） 
IT、Webサービス・アプリケーション、ビッグ
データ、IoT、ウェアラブルコンピュータ 

の向上の観点から、同分野におけるこれら技
術の適応事例における考察結果も踏まえて学
ぶ。 
 
【ビジネスのための IT】 
情報技術（IT）は一般企業にも行きわたり、
ビジネスを組み立てる、実行するうえでも必
須の要素となっている。ITがビジネスで活用
されている身近な事例を教材として用い、ビ
ジネスの具体的な場面で用いられている IT
の用語や、どういった目的で IT が活用されて
いるか等を学習する。講義内では、本講義で
学ぶ事例、いままでに情報関連の科目で学ん
だ知識を活用するためのグループディスカッ
ションの機会を複数回設け、学習した事例を
もとに IT を活用したビジネスアイデアを練
る力を身につける。 
 
（キーワード） 
IT、Webサービス・アプリケーション、ビッグ
データ、IoT、ウェアラブルコンピュータ 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

13．【全体計画審査意見 13 の回答について】 

＜履修モデルの妥当性が不明＞ 

履修モデルが提示されているが、本学が掲げる養成する人材像について社会的ニーズがあ

るのかの説明がないため、妥当な履修モデルであることが判断できない。このため、どのよ

うな人材養成のニーズがあって当該履修モデルを作成しているのかについて、別途指摘し

ている展開科目の妥当性の説明を求める意見へも対応した上で、その内容を踏まえつつ人

材養成のニーズの客観的な根拠を示した上で明確にすること。 

（対応） 

学部・学科の構成を変更し、養成する人材像を修正したことに伴い、履修モデルも修正し

た。履修モデルは「多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を身に付け、その知識を

基に新しいサービスの企画にかかわる能力を育成するモデル」と、「組織の経営・マネジメ

ントの知識を身に付け実務リーダーを目指すモデル」の 2つである。それぞれのモデルのニ

ーズについては、以下のとおりである。 

 

【新しいサービスの企画や展開に関する人材養成ニーズ】 

 ■多様化する対象者のニーズへの対応 
高齢化の進展とともに、リハビリテーションのニーズが増加している。高齢者が通所リハ

ビリテーションを継続する理由は身体機能の改善が最も多いが、「移動や食事、入浴や排泄

などの動作ができるようになりたい」「社会的活動をできるようになりたい」といった日常

における生活機能の向上や社会参加に関わる希望も少なくない（「審査意見 12（1）」図表 
23）。 
「利用者の多様なニーズにもかかわらず、通所リハビリテーション、訪問リハビリテーシ

ョンでは、医療におけるリハビリテーションにおいて主に実施されるような、身体機能に偏

ったリハビリテーションが実施されがちである。これに対し、「活動」や「参加」などの生

活機能全般を向上させるためのリハビリテーションの実施度合いが低く、介護におけるリ

ハビリテーションとしてのバランスのとれた構成となっていない」と同報告書で指摘して

いる。このような場合、リハビリテーションにおける対象者のニーズは、身体的機能を向上

させることだけでなく、様々な社会的活動に関わるニーズを実現することである。 
 
■対象者の社会参加等への意欲を引き出す取り組みへのニーズ 
リハビリテーションでの意欲を高めるうえで、対象者のニーズを把握することも重要で

ある。 
地域包括ケアシステム構築が推進される中、「自助」の充実が重要となっている。これに
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ついては、その取り組みを紹介する事例集の中で、「システムを補完・充実させていくため

に、介護保険等の社会保険制度や公的サービスに加え、（中略）、市場サービス購入等である

「自助」を充実していく必要がある。特に「自助」においては、高齢者や家族のニーズを踏

まえて、（中略）豊富なサービスの選択肢が提供されることへの期待は大きい」「地域包括ケ

アシステム構築に向けた公的介護保険外サービスの参考事例集」（厚生労働省 農林水産省 

経済産業省 平成 28 年 3 月）とある。また、今後サービスを受容する対象者は、消費文化

を謳歌した団塊世代が中心となり、付加価値の高いサービスに対するニーズが高まるとも

指摘されている。さらに、「健康寿命の延伸に寄与するヘルスケアビジネスの一つとして、

高齢者の生活の質を高める保険外サービスを充実させていくことの意義は大きい」とある

が、保健医療関係者側には自らサービスを企画し展開する知見・ノウハウが不足していると

指摘されている。 
「審査意見 9（1）」の回答に示した図表 10 のように、保険外サービスの事例集には、高

齢者本人だけでなく、家族や介護者も対象とし、サービスの事例が紹介されている。本学で

は、このような新しいサービスに関わるための能力の育成も、専門職業人にとっての実践的

な能力の一つと考え、履修モデルとして設定した。 
 
【組織の経営・マネジメントに関連する社会的ニーズ】 
厚生労働省では、2035 年に向けて、社会と経済の変化に対応するために保健医療のパラ

ダイムシフトが必要であると提言をしている。次世代型の保健医療人材の育成が必要であ

り、ゆとりを持った労働環境で医療従事者による医療の提供や、技術の進歩や時代の要請の

変化を捉えた医療従事者像、医療像を常に検討し、その実現に向けて人材育成のあり方も更

新し続ける必要がある、と指摘している。 
労働環境に関しては、働き方改革が叫ばれる中、国を挙げて取り組みがされつつあるが、

そのためには医療従事者自身も自らの働き方や、組織の運営について意識を高める必要が

ある。 
また、1 都 3 県では理学療法士・作業療法士の対人口当たりの人数が全国平均に比べ少な

く、不足感が強い一方、「理学療法士の養成校は 2000 年の 132 校（入学定員 4,230 人）か

ら 2012 年には 251 校（入学定員 13,265 人）に増加している。年間 13,000 人もの理学療

法士養成校の定員を擁するに至り、需給バランスの保持が困難であることは明白である。し

たがって、さらなる職域の拡大が急務であり、現在既に深刻である給与等、雇用待遇の低下

を抑えるため、新旧有資格者の専門性及び質の向上が重要な課題とされる」（「国際検証特別

委員会報告書 理学療法士の法的位置づけに関する国際比較」日本理学療法士協会）ともあ

り、将来的に理学療法士・作業療法士の供給過多となることが予測されている。前出の報告

書では、有資格者の専門性及び質の向上が重要な課題、とされているが、理学療法士・作業

療法士が就労し易くするために、持続した就労を可能にするために、そして一般の医療機関

だけでなく、在宅や地域での保健医療分野の機関での就職を促すためにも、効果的・効率的
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な業務の運営や労働生産性の向上、就労環境や処遇の改善などに対応できるような創造力、

展開力、発展力を有する人材を養成する教育内容が設定可能な教育機関が必要であるとい

える。このような人材に対する背景とニーズに対し、経営分野の基本的な知識を学び、課題

解決力を身に付けることが重要であるとの考えから、展開科目の分野として経営分野を配

置した。 
 

また、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションといったリハビリテーション専

門事業だけでなく、高齢者の増加に伴い高齢者の自立支援を進めるうえで、「外付け機能的

関与」や、健康寿命の延伸に寄与するため勤労者の健康増進への貢献、も期待されている。

新しいサービスの企画や推進を行うためにも、組織の経営・マネジメントの知識について学

ぶことは有益である。 

 

【履修モデル】 

それぞれの履修モデルは以下のとおりである。 

履修モデルパターン①：多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を身に付け、その

知識を基に新しいサービス開発や事業化するモデル 

 理学療法学科：理学療法の専門知識を修得し、多様な生活者の QOLの維持・向上に関

する知見を身に付け、その知識を基に新しいサービスの企画に関わる能力を育成す

るモデル（理学療法学科履修モデル①） 

 

基礎科目（必修 13） スポーツボランティアⅠ（2）、社会学（2）、観光学（2）、社

会人基礎力（1） 
職業専門科目 必修 62 科目（101） 
展開科目(必

修 14) 
隣接他分

野（12） 
【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（1）、身体障害への

支援システム工学Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ

（1） 
【選択】ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ（2）、ユニバー

サルツーリズムと外出支援Ⅱ（1）美容ケアによる QOLの維持

向上Ⅰ（2）、美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ（1）、 
経営分野

（8） 
【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ

ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 

※（ ）内は単位数 
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 作業療法学科：作業療法の専門知識を修得し、多様な生活者の QOLの維持・向上に関

する知見を身に付け、その知識を基に新しいサービスの企画に関わる能力を育成す

るモデル（作業療法学科履修モデル①） 

基礎科目（必修 13） スポーツボランティアⅠ（2）、社会学（2）、観光学（2）、社

会人基礎力（1） 
職業専門科目 必修 70 科目（97） 
展開科目(必

修 14) 
隣接他分

野（12） 
【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（1）、ユニバーサル

ツーリズムと外出支援Ⅰ（2）、ユニバーサルツーリズムと外

出支援Ⅱ（1） 
【選択】美容ケアによる QOL の維持向上Ⅰ（2）、美容ケアに

よる QOL の維持向上Ⅱ（1）、障害児教育における学校支援Ⅰ

（2）、障害児教育における学校支援Ⅱ（1） 
経営分野

（8） 
【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ

ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 

※（ ）内は単位数 

 
履修モデルパターン②：組織の経営・マネジメントの知識を身に付け実務リーダーを目指

すモデル 

 理学療法学科：理学療法の専門知識を修得し、組織の経営・マネジメントの知識を身

に付け実務リーダーを目指すモデル（理学療法学科履修モデル②） 

基礎科目（必修 13） 法学（2）、経営学（1）、ICT 概論（1）、情報リテラシー（1）
観光学（2） 

職業専門科目 必修 62 科目（101） 
展 開 科 目

(必修 14) 
経 営 分 野

（14） 
【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ

ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 
【選択】実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、実務リーダー

のための財務会計Ⅱ（1）、ビジネスのための法律（1）、ビジ

ネスのためのＩＴ（1）、事業計画策定概論（2） 
隣接他分野

（6） 
【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（2）、身体障害への

支援システム工学Ⅰ（2）、身体障害への支援システム工学Ⅱ

（1） 
※（ ）内は単位数 
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 作業療法学科： 作業療法の専門知識を修得し、組織の経営・マネジメントの知識を

身に付け実務リーダーを目指すモデル（作業療法学科履修モデル②） 

基礎科目（必修 13） 法学（2）、経営学（1）、ICT 概論（1）、情報リテラシー（1）
観光学（2） 

職業専門科目 必修 70 科目（97） 
展 開 科 目

(必修 14) 
経 営 分 野

（14） 
【必修】実務リーダーのための経営戦略論（2）、組織・人材マ

ネジメントの理論と実践（2）、実践マーケティング戦略（2）、
保健医療経営Ⅰ（2） 
【選択】実務リーダーのための財務会計Ⅰ（1）、実務リーダー

のための財務会計Ⅱ（1）、ビジネスのための法律（1）、ビジ

ネスのためのＩＴ（1）、事業計画策定概論（2） 
隣接他分野

（6） 
【必修】共生福祉論Ⅰ（2）、共生福祉論Ⅱ（2）、ユニバーサル

ツーリズムと外出支援Ⅰ、ユニバーサルツーリズムと外出支

援Ⅱ（2） 
※（ ）内は単位数 

 

【資料 13】 履修モデル（理学療法学科） 

【資料 14】 履修モデル（作業療法学科） 
 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 
新 旧 

（60 ページ） 
３．履修モデル 
（削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（48 ページ） 
３．履修モデル 

（１）リハビリテーション学科 
リハビリテーション学科は養成する人材をも
とに、以下の履修モデルを設定した。以下の
履修モデルに、必修科目として総合科目が加
わる。 
 
 理学療法の専門知識を修得し、経営力を

身に着けることで、保健医療福祉分野の
経営の高度化を目指す学生のための履
修モデル（理学療法専攻の履修モデル
①） 

（中略） 
 介護の専門知識を修得し、関連する他分

野の知識をもとに新しいサービス開発
や事業化を目指す学生のための履修モ
デル 

 
 
 
（追加） 
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（60 ページ） 
（１）履修モデルの背景 
養成する人材をもとに、「多様な生活者の QOL
の維持・向上に関する知見を身に付け、その
知識を基に新しいサービスの企画にかかわる
能力を育成するモデル」と、「組織の経営・マ
ネジメントの知識を身に付け実務リーダーを
目指すモデル」の 2 つの履修モデルを設定し
た。 

（中略） 
●作業療法学科： 作業療法の専門知識を修

得し、組織の経営・マネジメントの知識を身
に付け実務リーダーを目指すモデル 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

14．【全体計画審査意見 14 の回答について】 

＜総合科目の教育効果の妥当性が不明確＞ 

総合科目の各科目は各 1 単位の設定となっているが、単位設定と配当年次の考え方につい

て、総合科目の定義を踏まえて、教育的効果の観点から明確にすること。 

（対応） 

審査意見を踏まえ、総合科目の単位設定と配当年次の考え方について、以下のとおり説明

を行う。 
 総合科目の「修得した知識及び技能等を統合し、専門性が求められる職業を担うための実

践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるための授業科目」という定義を踏まえ、科目を

設定している。 
 
学科ごとの内容は、下記のとおりである。 
 
＜理学療法学科＞ 

理学療法学科における総合科目の位置づけとして、職業・社会における「実践の理論」

を重視した研究を志向する実務研究能力を培うために、３年次より理学療法研究基礎ゼ

ミナールを配置している。 
保健医療分野へ興味を抱き、より多くの保健医療分野の課題を解決する能力と資質を

養うため、保健医療分野から理学療法諸領域の具体的なテーマを設定し、文献検索や資料

の収集、仮説に基づいた実験・調査の実施とその解析から論文作成までの一連の研究過程

を体験する。担当教員は、教授、研究能力を備えている講師を配置する。 
必修科目にて、各担当教員ゼミナール単位による演習方式で行う。 

具体的な科目ごとの内容は、下記のとおりである。 
 

○ 理学療法研究基礎ゼミナールⅠ（３年次前期 １単位） 
最初の段階として、研究テーマを具体的に設定することを中心に演習を行う。 
研究方法の種類や方法論を学んだ上で、設定したテーマに即したプレゼンテーション

資料と発表することを目標とする。 
 

○ 理学療法研究基礎ゼミナールⅡ（３年次後期 １単位） 
研究方法の種類や方法論を学んだ上で、論文検索、文献抄読を行い、研究テーマを設定

し、仮説を立てた上で研究計画書を作成する。 
研究の準備実行段階として位置づけ、設定した研究テーマと研究テーマに即した具体
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的な実験または調査方法の妥当性について吟味し、研究計画書を完成することを目標

とする。

○ 理学療法研究卒業ゼミナールⅠ（４年次前期 １単位）

３年次までに決定した研究テーマから具体的にデータ収集・実験を行うことを中心に

演習を行う。

研究テーマを設定し、仮説を立てた上で研究計画書を作成する。研究の実行段階として

位置づけ、設定した研究テーマと具体的な実験または調査方法を実施し、研究計画書に

基づき準備・実行した上で結果の検証を行う。また、データ収集が客観的に行われるよ

う検討を重ね、実験や調査により得られたデータの統計的な解析方法を学ぶ。

卒業ゼミナールⅠでは、地域社会における問題や大学で学修した知識や技術を活かし

た実験・研究を実施する。

○ 理学療法研究卒業ゼミナールⅡ（４年次後期 １単位）

理学療法研究卒業ゼミナールⅠにおいて実験・調査の実施により得られた結果に検討

を加えて考察する。研究で明らかとなったことを明確にするために、得られた結果が妥

当なものか、特に結果が仮説と異なった場合には時間をかけて考察を加える。卒業研究

発表会は、指導教員の下で行った一連の研究・演習の活動やその過程を発表報告し、そ

の後論文（あるいは報告書）として文章化し、まとめる。

この各ゼミナールにおける演習活動を通じ、実務研究能力を培う他に、地域社会の方々と

コミュニケーションを取る調査等が実施されることも想定される。そのため、理学療法士と

しての知識や実践力が修得されることにより資質の向上にもつながる。

また、このゼミナールにおいて様々な活動により学生が身につけた資質・技能について、

理学療法士として必要とされる資質・技能が形成されているのかについて、大学が養成する

人材像や到達目標と照らして最終的に統合されているのかを確認する科目として編成した。 

○ 単位について

ゼミナールにおける演習活動を通じ、実務研究能力を培う他に、地域社会の方々とコミュ

ニケーションを取る調査等が実施されることを想定し「演習１単位（30 時間）」の設定と

した。

○ 配当年次について

職業・社会における「実践の理論」を重視した研究を志向し、修得した知識及び技能等

を総合し、専門性が求められる職業を担うための実践的かつ応用的な能力を総合的に向
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上させるため、３年次前期から４年次後期までの２年次に渡り配置した。 
 

 
＜作業療法学科＞ 

総合科目の「修得した知識及び技能等を統合し、専門性が求められる職業を担うための

実践的かつ応用的な能力を総合的に向上させるための授業科目」という定義を踏まえ、

科目を設定している。 
 

○ 作業療法学セミナーⅠ・Ⅱ・Ⅲ 
作業療法学科における臨床実習では、特に「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」「総合実習Ⅰ」

「総合実習Ⅱ」については、学内における「講義－演習－実技実習」等を修得した上で、

その内容を臨地実務実習施設で臨床実習指導者の指導・監督の下、臨床参加型により行

うことで、学内で修得した内容をより効果的に身につけるものと考えている。 
 
このため、作業療法学科では、臨床実習と関連付けて、「作業療法学セミナー」を臨床

実習前の評価と臨床実習後の評価として位置付けている。例えば、「作業療法学セミナ

ーⅠ」は「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」の前の評価として「客観的臨床能力試験：OSCE」

を実施し、学内で修得した内容の実践的かつ応用的な能力の総合的な評価と振り返り

指導による向上を期待し、実習後には臨地実務実習施設での実習内容の振り返りとま

とめを行うことで学内・学外で修得すべき内容の総合的な向上という教育的効果を考

えている。 
同様に、「作業療法学セミナーⅡ」は「総合実習Ⅰ」の前後、「作業療法学セミナーⅢ」

は「総合実習Ⅱ」の前後に設定している。 
 
「作業療法学セミナーⅠ」と「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」の関係のイメージ 

OSCE等 
（6 時間程度） 

評価実習Ⅰ 
（2 単位） 

評価実習Ⅱ 
（2 単位） 

評価実習後の振り返り 
（24 時間程度） 

 
○ 単位数について 

実習前の評価として OSCE 等に６時間程度（６時間×１回）と実習後の評価として 
内容のまとめと他学生との実習内容の共有に 24 時間程度（８時間×３回）を想定し 
ているため、「演習１単位（30 時間）」の設定とした。 
 

○ 配当年次について 
「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」が学内での評価に関連する科目の学習後にあたる２年後 
期に設定しているため「作業療法学セミナーⅠ」を同じ２年後期に設定。 
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「総合実習Ⅰ」「総合実習Ⅱ」は４年前期に設定しているため「作業療法学セミナーⅡ」

「作業療法学セミナーⅢ」を対応するように４年前期に配当した。 
 
○ 「作業療法研究」について 

「作業療法研究」は、最終的に卒業研究として、学生が本学での総合的な学習成果とし

て、また将来にわたる科学的な思考過程を追求する姿勢を身につける科目として設定

している。 
 
作業療法学科では、最終の４年次のみに本科目２単位を配当するよりも、２年後期の

「評価実習Ⅰ」「評価実習Ⅱ」で修得した学外での実習内容を踏まえ、学内での専門科

目を学ぶことと並行して、科学的な思考からの問題意識を育むことが適当という考え

から「作業療法研究Ⅰ」を３年前期に、基本的にすべての専門科目を履修した上で学生

自身が考える研究計画に沿って一連の過程を学修するために「作業療法研究Ⅱ」を４年

後期に配置し、それぞれ「演習１単位：30 時間」で設定することで学内での学修内容

と学外での臨床実習の経験を活用することで、教育的効果が高まるものと期待してい

る。 
 
 「作業療法研究Ⅰ（研究Ⅰ）」「作業療法研究Ⅱ（研究Ⅱ）」の学修イメージ 
１年 ２年 ３年 ４年 
学内学修 学内学修 学内学修 学内学修 

評価実習 
学内学修 学内学修 総合実習 地域実習 

    研究Ⅰ   研究Ⅱ 
 
（新旧対照表） 設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（4）総合科目 
（削除） 
 
 
 
 
総合科目はゼミナール形式の科目とし、必修
科目・主要科目として配置し、専任の教授・
准教授が担当する。 
 
これら演習科目の指導教員として理学療法学
科 12 名、作業療法学科 15 名を配置し、十分
な指導を行うことができる体制とする。各ゼ
ミナールは 10 名程度の少人数で行う。ディス
カッション、発表等により進める演習科目で
あり、1 単位と設定した。 
 

（（33 ページ） 
（4）総合科目 
本学では、総合科目にゼミナールを配置し、 
（中略） 
プレゼンテーション技能についても学ぶ。 
 
（追加） 
 
 
 
これら演習科目の指導教員として理学療法専
攻昼間コース８名、 

（中略） 
作業療法専攻は作業療法研究Ⅰ・Ⅱ、作業療
法学セミナーⅠ・Ⅱ・Ⅲの必修 5 科目である。 
 
 



115 

 
①理学療法学科 
理学療法学科における総合科目の位置づけ

として、 
（中略） 

（45 ページ） 
論文作成までの一連の研究過程を体験する。 

 
理学療法学科では、総合科目にゼミナール

を配置し、卒業研究論文の作成の指導を中心
に総合的な指導を行う。基礎ゼミナール 2 科
目を 3 年次、卒業研究ゼミナール 2 科目を 4
年次に行う。「理学療法研究基礎ゼミナール
Ⅰ・Ⅱ」において、研究論文執筆の基礎及び
研究研究テーマについて整理する。「理学療
法研究卒業ゼミナールⅠ」で研究論文をまと
めるための研究計画の立て方を中心に進め、
「理学療法研究卒業ゼミナールⅡ」で最終的
に卒業研究論文としてまとめ、プレゼンテー
ション技能についても学ぶ。 

 
（45 ページ） 

理学療法学科における総合科目の位置づけと
して、 

（中略） 
論文作成までの一連の研究過程を体験する。 

 
②作業療法学科 

作業療法学科では、研究手法を学び卒業研
究をまとめる「作業療法研究Ⅰ」「作業療法研
究Ⅱ」と、実習を総合的に振り返る「作業療
法学セミナーⅠ」「作業療法学セミナーⅡ」「作
業療法学セミナーⅢ」を配置した。 

 
「作業療法学セミナー」は臨地実務実習と

関連付けて、 
（中略） 

（46 ページ） 
という教育的効果を考えている。 

 
（削除） 

 

 
（追加） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（追加） 
 
 
 
 
 
作業療法専攻では、研究手法を学び卒業研究
をまとめる「作業療法研究Ⅰ・Ⅱ」と、実習を
総合的に振り返る「作業療法セミナーⅠ・Ⅱ・
Ⅲ」を配置した。 
 
  
（追加） 
 
 
 
 
 
②福祉介護イノベーション学科 
福祉介護イノベーション学科は、基礎ゼミナ
ールⅠ・Ⅱ、卒業研究ゼミナールⅠ・Ⅱの必
修 4 科目を配置した。  
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教育課程等】 

 

15．【全体計画審査意見 15 の回答について】 

＜授業科目の到達目標等が不明確＞ 

 

地域共生や地域包括ケアに貢献できる人材養成を掲げているが、「地域共生のための多職種

連携Ⅰ・Ⅱ」について、具体的にどのような資質・能力を身に付けさせるのか不明確である

ため、到達目標を明確にすること。また、現在の科目内容が、事例を学ぶ内容に偏っている

ため、教育効果の観点から、多職種連携に関わる理論や概念的な内容を学ぶ科目を配置した

上で本科目を履修するなど、教育の体系性を担保するよう修正すること。さらに、養成する

人材像を踏まえ、多職種連携に関わる科目が各 1 単位で計 2 単位の設定で十分なのかどう

かを明確にするか修正すること。 

（対応） 

 全体計画審査意見 8 を受け、「地域共生のための多職種連携Ⅰ・Ⅱ」の授業科目名称なら

びに授業内容を見直した。本学としては、当事者とその家族を中心に、それぞれの職種がど

のように連携すべきかという考えで科目を設定し、連携に必要な制度の理解に止まらず、地

域の社会資源を知り、どのような人々とどのように連携すべきかという資質・能力を身に付

ける。 

  

 （新旧対照表）教育課程等の概要 
新 旧 

 地域共生のための連携活動Ⅰ 

 （3年後期 講義 2単位） 

 

 地域共生のための連携活動Ⅱ 

 （4年後期 演習 1単位） 

 地域共生のための多職種連携Ⅰ 

 （3年後期 演習 1単位） 

 

 地域共生のための多職種連携Ⅱ 

 （4年後期 演習 1単位） 

 
 地域共生や地域包括支援システムにおいては、その地域を基盤とすることから、基礎科目

の「社会学」にて、家族を中心とした社会の成り立ちや少子高齢化などの社会的課題につい

て学修し、連携の必要性や基本的な社会的措置を理解する。また、狭義のまちづくりやバリ

アフリーといった、見える化できる課題については「建築・まちづくり」にて学修し、チー

ムを構成するための基本的なチームビルディングや代表的な医療等のチームについては

「チームワーク概論」で学修する。 

本学で育成する理学療法士、作業療法士のリハビリテーション分野では、医学的、職業的、

社会的、教育的リハビリテーションという広義の制度やその中での連携の必要性について

は、「リハビリテーション概論」で学修する。なお、医学的リハビリテーションのうち、リ
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ハビリテーション医療という観点の狭義の連携は「リハビリテーション医学」で学修する。 

 これらの学修を通じて得た知識を土台として、「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」では、

地域共生、地域包括ケアの概念と合わせて、住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよ

うに、本人とその家族の意志決定等が重要である事から、連携対象は職種間だけではなく、

本人と家族を含めた連携を理解できるように設定した。以下に「地域共生のための連携活動

Ⅰ・Ⅱ」を学修するまでの構成を示す。 

 
図表 26 「地域共生のための連携活動Ⅰ・Ⅱ」を学修するまでの流れ 

科目群 
1年次 2年次 3年次 4年次 

前期 後期 前期 後期 前期 後期 前期 後期 

基
礎
科
目 

        

職
業
専
門
科
目 

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
理

念 

        

 
 ※「リハビリテーション医学」の配当年次について 
 「リハビリテーション医学」については、「疾患疾病・外傷等に伴うさまざまな障害に対

して、その障害の発現機序等による診断（検査を含む）等の総論と対象とする疾患疾病・外

傷等による障害の診断と治療の各論について、講義を通じて学ぶ。」こと、いわゆる「障害

学」としての診断やその検査法、また理学療法・作業療法・言語聴覚療法等に対する指示等

の内容について学ぶこととしている。 
 

社
会
学 

建
築
・
ま
ち

づ
く
り 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

概
論 

チ
ー
ム
ワ
ー
ク

概
論 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

医
学
※
【
理
学
療
法
】 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

医
学
※
【
作
業
療
法
】 

地
域
共
生
の
た
め
の
連

携
活
動Ⅰ

 

地
域
共
生
の
た
め
の
連

携
活
動Ⅱ
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 本科目を学ぶ際の教育的効果を考えるとき、理学療法学科では「リハビリテーション医学」

を１年前期で学ぶことで「障害学」を理解し、その後にさまざまな障害の原因となりうる内

科学、整形外科学、神経内科学等の疾病と障害の成り立ち及び回復過程の促進の各科目を学

修することで理解を深めるものと考えている。作業療法学科にあっては、さまざまな障害の

原因となりうる内科学、整形外科学、神経内科学、精神医学等の疾病と障害の成り立ち及び

回復過程の促進の各科目を学ぶことで疾患疾病や外傷等を理解し、その後に疾患疾病・外傷

等による障害について「障害学」を学修することで、理解を深めることができるものと考え

ているために「リハビリテーション医学」は３年前期に配当されている。 
 本学としては、同一の科目ではあるが、異なる年次配当であることについては、専門職と

しての育成すべき人材像が異なることに鑑み、その教育的効果を考慮しているものとして、

特に一律に同じ年次配当をするものではないと考えているため、現状のとおり、異なる年次

配当としている。 
 「リハビリテーション医学」の配当年次は異なるが、当該「地域共生のための連携活動

Ⅰ」が３年後期、「地域共生のための連携活動Ⅱ」が４年後期に配当されていることか

ら、履修済みという点で、当該科目を履修するための教育的効果は担保できていると考え

ている。 
 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 
新 旧 

（50ページ） 

（３）学部共通・横断科目 

多職種連携科目 

地域共生社会や地域包括ケアシステムでは、

住み慣れた地域で自分らしく暮らしていける

ように、職種間の連携だけではなく、本人と

その家族の意志決定等が重要である。 

（中略） 

（51ページ） 

本人とその家族の意志決定等が重要である事

から、連携対象は職種間だけではなく、本人

と家族を含めた連携を理解できるように設定

した。 

 

（33ページ） 

（４）学部共通・横断科目 

②多職種連携科目 

(追加) 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教員組織等】 

 

16．【全体計画審査意見 16 の回答について】 

＜主要授業科目への教員配置が不明確＞ 

主要授業科目への教員配置の以下を是正すること。 

 

（1）教員の配置計画の説明において、「教育上主要な授業科目には専任の教授もしくは准教

授を配置した」としているが、基本科目等の区分ごとに、養成する人材像と 3つのポリシー

との関係性を踏まえ、教育上主要な授業科目及びその考え方を具体的に示すこと。 

（対応） 

（1） 
 本学では４つの科目の中に、養成する人材像と３つのポリシーとの関係性を踏まえ、それ

ぞれ主要科目を以下のとおり設定した。養成する人材像は、審査意見２、３等での指摘を受

け、以下のとおり修正した。 

 
【養成する人材像】 
＜大学の養成する人材像＞ 
大学の養成する人材像は、「専門職業人材としての高い専門的知識と技術を備えると共に、

多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知見を有し、組織の経営・マネジメントの知識を

身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」である。 
 

＜理学療法学科の養成する人材像＞ 

理学療法学科の養成する人材像は、「高度化かつ多様化する保健医療分野において、理

学療法士としての高い専門的知識と技術を備えると共に、身体に障害のある人に基本的動

作能力を獲得させ、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めたQOLの維持・向上に貢献で

きる人材。さらに、理学療法のみならず、組織の経営・マネジメントの知識を身に付け、

共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」である。 

 

＜作業療法学科の養成する人材像＞ 

作業療法学科の養成する人材像は、「保健医療分野における作業療法士としての高い専

門的知識と技術を備えると共に、身体に障害のある者に応用的動作能力を又は精神に障害

のある者に社会的適応能力を獲得させ、QOLの向上に貢献できる人材。さらに、組織の経

営・マネジメントの知識を身に付け、共生社会の実現と発展に貢献する実務リーダー」で

ある。 
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ここで掲げている考え方を学生に浸透させる科目が必要であることから、基礎科目に「敬

心における共生論」を、展開科目に「共生福祉論Ⅰ・Ⅱ」の３科目を加え養成する人材像に

必要な基礎的な知識及びそれを展開させる知識・能力を育成する構成へ変更した。 
 
【基礎科目での主要科目】 

上記の養成する人材像及び３つのポリシーを踏まえ、「敬心における共生論」「心理学Ⅰ」

の２科目を主要科目とした。 
基礎科目は、共生社会の実現のため将来地域や組織において保健医療の専門職として活

躍することを想定し、社会や組織を理解する上で必要な知識、コミュニケーション能力や論

理的思考力を育成することを目的とし科目を配置している。「社会」「組織」「地域ボランテ

ィア」「科学」の４つの区分で構成し、学生が大学での学修を進めるうえでの基盤となるよ

う、１～２年次に履修する設定とした。 

基礎科目は 27科目を配置し、そのうち必修科目は９科目 13単位、選択科目を 18科目と

した。このうち「敬心における共生論」「心理学Ⅰ」の２科目を主要科目とした。「敬心にお

ける共生論」は、学長が担当する科目として設定した。学園理念を踏まえ、「共生社会」や

「リハビリテーション」さらには「QOL の維持・向上」について理解を深める内容とした。

この科目は、本学の科目の中で基礎となる考え方を教授する科目であることから、主要科目

とし、専任の教授が担当する。また、「心理学Ⅰ」は全ての医療専門職の基礎となる学問で

あることから主要科目として設定し、専任の准教授が担当する。 

 

【職業専門科目での主要科目】 

養成する人材像及び、ディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーを踏まえ、各学科

で以下の考え方で主要科目を設定した。 

■理学療法学科 

理学療法学科では、12 科目を主要科目として設定した。保健医療分野の専門性を高める

科目として、身体に障害のある人に基本的動作能力を獲得させ基本的な医学的知識を身に

付ける科目として１、２年次に「運動学Ⅰ」「運動学Ⅱ」と「運動療法学総論」「基礎理学療

法概論」「基礎理学療法評価学」を主要科目として配置した。 

また、多様な生活者の健康寿命の延伸等を含めた QOLの維持・向上に関する知見を有する

人材の育成および、課題解決力を修め、理学療法に関する専門性を多面的な観点から学び、

より質の高い理学療法を提供するための理学療法評価科目として、２年次、３年次に、「運

動器理学療法評価学」「神経理学療法評価学」「内部障害理学療法評価学」を主要科目として

配置した。 

さらに、理学療法に関する専門性を多面的な観点から学びより質の高い理学療法を提供

することに加え健康寿命の延伸に関係し、共生社会の理解する理学療法治療科目として、2、
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３年次に「運動器理学療法学」、「神経理学療法学」、「内部障害理学療法学」、「高齢者理学療

法学」を主要科目として配置した。 

 

図表 27 理学療法学科の主要科目 

 科目名 学年配当 区分 

1 運動学Ⅰ 1 後 専 

2 運動学Ⅱ 2 通 専 

3 基礎理学療法概論 1 前 専 

4 基礎理学療法評価学 1 後 専 

5 運動器理学療法評価学 2 前 専 

6 神経理学療法評価学 2 前 専 

7 内部障害理学療法評価学 3 前 専 

8 運動療法学総論 1 後 専 

9 運動器理学療法学 2 後 専 

10 神経理学療法学 2 後 専 

11 内部障害理学療法学 3 後 専 

12 高齢者理学療法学 3 前 実専 

 

 

■作業療法学科 

作業療法学科では、以下の３つの考え方から 11 科目を主要科目として設定した。 
 まず、「理学療法士及び作業療法士法 第一章 第二条」にある『「作業療法」とは、身体

又は精神に障害のある者に対し、主としてその応用的能力又は社会的適応能力の回復を図

るため～』に則り、「精神系」「身体系」に絞り、科目区分「専門分野 作業療法評価学・作

業療法治療学（指定規則）」の科目から、「身体機能作業療法評価学」「精神機能作業療法評

価学」「身体機能作業療法治療学Ⅰ」「身体機能作業療法治療学Ⅱ」「身体機能作業療法治療

学Ⅲ」「精神機能作業療法治療学」を主要科目として設定した。 
 また、科目区分「専門分野 基礎作業療法学（指定規則）」の科目の中の講義科目のうち

作業療法の基礎的科目である「作業療法学概論」「作業療法学各論」「作業療法評価学概論」

を主要科目として設定した。 
 さらに、身体に障害のある人に基本的動作能力を獲得させ基本的な医学的知識を身に付

ける科目として「専門基礎分野 人体の構造と機能及び心身の発達（指定規則）」の科目の

中から、「運動学Ⅰ」「運動学Ⅱ」を主要科目として設定した。 
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図表 28 作業療法学科の主要科目 

 科目名 学年配当 区分 

1 運動学Ⅰ 1 後 専 

2 運動学Ⅱ 2 前 専 

3 作業療法学概論 1 前 実専 

4 作業療法学各論 2 前 専 

5 作業療法評価学概論 1 後 専 

6 身体機能作業療法評価学 2 前 実専 

7 精神機能作業療法評価学 2 前 専 

8 身体機能作業療法治療学Ⅰ 3 前 実（研） 

9 身体機能作業療法治療学Ⅱ 3 前 実（研） 

10 身体機能作業療法治療学Ⅲ 3 前 実専 

11 精神機能作業療法治療学 3 前 実専 

 

 

【展開科目での主要科目】 

展開科目の主要科目は、「隣接他分野」と「経営分野」の２つの分野でそれぞれ 2科目設

定した。 

隣接他分野では、養成する人材像をふまえ、「多様な生活者の QOLの維持・向上に関する

知見を身に付けることを目的として分野を設定し、科目を配置した。このうち、「共生福祉

論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」は、リハビリテーション分野と関連の深い福祉と共生社会との関係

について学ぶ科目である。基礎科目の「敬心における共生論」で学んだ知識をベースに、共

生社会とリハビリテーション専門職にとって隣接する分野である福祉についてさらに深め

る科目として設定した。この科目は、学科共通科目である。 

さらに、理学療法学科ではロボットに代表される福祉介護分野における支援システムの

開発から市場投入までの一連のプロセスを、実証実験手法も含めて体系的に学ぶ「身体障害

への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学Ⅱ」を主要科目と設定した。 

作業療法学科では、高齢者や障がい者などは施設や住宅での限られた環境下の生活から、

「お出かけ」をすることで徐々に社会参加が促進され、本人への刺激、生きがい、健康増進

への意欲が促進されること、外出や旅行は共生社会へつながる一歩であることなどから、ユ

ニバーサルデザインやバリアフリーとの関係、障害の社会モデルについて学ぶ科目である

「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」を主要

科目として設定した。 
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経営分野では「実務リーダーのための経営戦略」「組織・人材マネジメントの理論と実践」、

隣接他分野では、「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」を学科共通の主要科目とし、理学療法学

科では「身体障害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学Ⅱ」、作業療法

学科では「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」

をそれぞれ主要科目とした。これら科目は、すべて専任の教授が担当する。 

展開科目の経営を構成する領域には、基本的な科目として７科目、保健医療の経営を専門

的に学ぶ科目を３科目、総合的な科目として２科目、という構成としている。これら経営領

域においては、養成する人材像の「保健医療の分野の高度な専門知識とともにマネジメント

能力を有しビジネスモデルの改革や継続的な事業につなげることができる人材」に資する

能力を育成する。 

「実務リーダーのための経営戦略論」は経営を考えるうえで基礎となる科目であり、保健

医療の事例も取り上げ、経営戦略の基本概念を、経営理念と経営ビジョンとの関係を交えて

理解する科目である。「組織・人材マネジメントの理論と実践」は、人材の持つ潜在能力を

引き出し発揮させる仕掛けや仕組みは重要な経営の要素であることから、主要科目として

設定した。保健医療分野にとっても、活力ある組織にするために良い組織の要件の理解、組

織のあり方、組織の創り方や組織と人を主体的に動かすマネジメントのあり方、そして人材

のマネジメントは重要であることから設定した。 

 

 

経営分野の授業配置                       （ ）内は単位数 

 必修科目 選択科目 

主要科目 実務リーダーのための経営戦略

論（２） 

組織・人材マネジメントの理論

と実践（２） 

 

経営分野の基

本を学ぶ科目 

実践マーケティング戦略（２） 実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１） 

実務リーダーのための財務会計Ⅱ（１） 

ビジネスのための法律（１） 

ビジネスのための IT（１） 

経営の総合的

な科目 

 事業計画策定概論（２） 

総合事業開発（１） 

保健医療経営 保健医療経営Ⅰ（２） 保健医療経営Ⅱ（１） 

在宅サービスの事業経営（１） 
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【総合科目での主要科目】 

 総合科目は、基礎科目・職業専門科目・展開科目で学んだ、幅広い教養、職業専門科目

を学修する上で必要不可欠な基礎知識・職業倫理・人間性、職業専門に関する知識・技

術・理論、及び学内外の実習で学んだ知識・技能・社会性等を基に、総合的教育成果を卒

業研究として完成させ、豊かな専門性に裏打ちされた高度な実践能力及び創造的応用力、

研究能力の育成を図るものとして位置づけている。そのため、すべての科目を主要科目と

しして設定した。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 
新 旧 

 

（削除） 

 

（39ページ） 

理学療法学科では、12科目を主要科目と

して設定した。 

（中略） 

（40ページ） 

「地域実習」で関連する学修内容を行う。 

 

（39ページ） 

作業療法学科では、以下の 3 つの考え方か

ら主要科目を設定した。 

（中略） 

「作業療法評価学概論」を主要科目として設

定した。 

（38ページ） 

教育上主要な授業科目には専任の教授もしく

は准教授を配置した。 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教員組織等】 

 

16．【全体計画審査意見 16 の回答について】 

＜主要授業科目への教員配置が不明確＞ 

主要授業科目への教員配置の以下を是正すること。 

 

（2）リハビリテーション学科の理学療法専攻の臨地実務実習科目に専任の教授又は准教授

が配置されていないが、当該科目は専門職大学制度において主要な授業科目であるため、専

任の教授又は准教授を配置すること。 

（対応） 

（2） 
審査意見の指摘を受け、臨地実務実習科目に専任の教授又は准教授を配置した。 

理学療法学科は下記のとおりである。 

 見学実習：清宮（教授） 

 検査・測定実習：清宮（教授） 

 評価実習：灰田（教授） 

 総合実習：灰田（教授） 

 地域実習：清宮（教授） 

 

作業療法学科は下記のとおりである。 

 体験実習Ⅰ：近野（准教授） 

 体験実習Ⅱ：近野（准教授） 

 評価実習Ⅰ：近野（准教授） 

 評価実習Ⅱ：近野（准教授） 

 総合実習Ⅰ：坂本（准教授） 

 総合実習Ⅱ：坂本（准教授） 

 地域実習 ：坂本（准教授） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

【教員組織等】 

17．【全体計画審査意見 17 の回答について】 

＜専任教員の担当単位数が過大＞ 

専任教員のうち、年間担当単位数が過大な者が多数見受けられるため、教育の質保証のみな

らず、研究に要する時間の確保が懸念される。教員の過大な年間担当単位数を是正した上

で、専任教員ごとに担当単位数、開講数が分かる時間割を作成し、専任教員の年間担当単位

数が適正となり教育研究に支障がないことを明確にすること。 

（対応） 

 審査意見の指摘を受け、教員の年間単位数を是正するべく、不十分な専門領域の教員採

用を行った。

理学療法学科、作業療法学科ともに、不足していると指摘を受けたアカデミック教員を

中心に採用を行った。 

本学の規定である、年間担当開講数 12を目安に、教員の担当科目の調整を行った。 

その結果、年間担当開講数の最大の数は、理学療法学科 12開講、作業療法学科 12開講と

なった。 

【資料 15】 専任教員の時間割表（理学療法学科）

【資料 16】 専任教員の時間割表（作業療法学科） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教員組織等】 

 

18．【全体計画審査意見 18 の回答について】 

＜展開科目の専任教員の配置の考え方が不明確＞ 

展開科目の各領域に専任の教授又は准教授が配置されていない領域や、領域によっては専

任教員自体が配置されていないものがあり、養成する人材像に照らして適切な教員配置と

なっているのか疑義があるため、展開科目における教員組織体制の考え方を明確にするか

修正すること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、展開科目は、「隣接他分野」と「経営分野」の 2つの分野（領域）

での構成とし、それぞれの分野の科目内容の変更等を行った。 

「隣接他分野」は、養成する人材像を踏まえ、共生社会について理解する「共生福祉論Ⅰ」

「共生福祉論Ⅱ」を新たに追加した。「共生福祉論Ⅰ」は１年次後期に配置し、共生社会を

理解したうえで、援助専門職にとっての“共生福祉”の意味と意義、地域社会での多職種に

よる連携・協働、市民の協力を得た上でのネットワーキングの必要性などについて教授する。 
「経営分野」では、各科目を審査意見 9（2）で指摘されている保健医療分野の経営に関

する学修を取り入れる内容に修正した。さらに、必修科目についても見直しを行い、「経営

分野」の必修単位を 14単位から８単位へ減らし、「隣接他分野」の必修単位を３単位から６

単位へ増やした。なお、この修正は、分野間のバランスをとるとともに、学生の興味や将来

の方向性に合わせ、科目選択の余地を増やすためである。選択科目は「隣接他分野」「経営

分野」のどちらからでも選択可能である。 

 

「隣接他分野」の養成する人材像に必要な能力との関係は以下のとおりである。 

養成する人材像を踏まえ、隣接他分野では、多様な生活者の QOLの維持・向上に関する知

見を身に付けるため、学部共通で「共生福祉論Ⅰ」「共生福祉論Ⅱ」を追加し主要科目とし

た。この科目は、養成する人材像を目指すうえで核となる科目である。「共生福祉論Ⅰ」を

１年後期に、「共生福祉論Ⅱ」を２年前期に配置し、共生社会の実現・向上に向けて学生が

自身の考えの基盤を形成する。この授業に先立ち、基礎科目には１年前期に「敬心における

共生論」を新たに配置した。これら３科目の履修により本学が考える共生社会について理解

したうえで、多様な生活者の QOL の維持・向上に寄与する科目を履修する。さらに、理学療

法学科と作業療法学科の学びの特性を考慮し、理学療法学科の主要科目としてフィジカル

面の支援に関する「身体障害への支援システム工学Ⅰ」「身体障害への支援システム工学Ⅱ」

を、作業療法学科の主要科目として生活における移動に関する「ユニバーサルツーリズムと

外出支援Ⅰ」「ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ」を主要科目として位置付けた。 
主要科目はすべて専任教授が担当し、選択科目は専任教員と外部の実務家講師が担当す
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る。それぞれの分野の現場の状況に詳しい外部の実務家講師が担当することで、実践的な能

力の育成につながると考えたためである。 

  

図表 29 隣接他分野の科目と教員配置 

分野  科目名称 担当教員 

隣
接
他
分
野 

必
修
・
主
要
科
目 

学科

共通 

共生福祉論Ⅰ 専任教授 

共生福祉論Ⅱ 専任教授 

理学

療法 

身体障害への支援システム工学Ⅰ 専任教授 

身体障害への支援システム工学Ⅱ 専任教授 

作業

療法 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 専任教授 

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 専任教授 

選
択
科
目 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅰ 専任講師 

音楽療法による QOLの維持向上Ⅱ 専任講師 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ 専任助教 

手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ 専任助教 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅰ 兼任講師 

美容ケアによる QOLの維持向上Ⅱ 兼任講師 

障害児教育における学校支援Ⅰ 兼任講師 

障害児教育における学校支援Ⅱ 兼任講師 

共生社会における災害行政Ⅰ 兼任講師 

共生社会における災害行政Ⅱ 兼任講師 

 

 「経営分野」は、「課題解決力」と「組織における経営・マネジメント力」に関わる能力

の育成を主に担う分野として設定し、「経営分野の基本を学ぶ科目群」、「経営の基本科目を

基に総合的に学ぶ科目群」、そして「保健医療の経営を学ぶ科目群」の３つで構成した。本

学の学生は病院等で保健医療分野の専門職として就業することから、経営の基本的な知識

と理論を学ばせることを重視し、総合的・応用的な知識は学生の興味や将来の方向性・働き

方に応じて選択すべきと考え、経営分野の基本を学ぶ２科目を主要科目として設定した（図

表 30）。 

経営分野の基本を学ぶ科目は、３科目を必修科目とし、すべて専任の教授が担当する。う

ち経営・マネジメントの骨格となる「実務リーダーのための経営戦略論」と「組織・人材マ

ネジメントの理論と実践」を主要科目として設定した。また、保健医療の経営を専門的に学

ぶ「保健医療経営Ⅰ」を必修科目とした。この科目は、保健医療分野で実務を行う教員が担

当することで実践的な能力育成につながると考え、兼任講師（特任教授）が担当する。 

経営分野では、まず、業界を問わず通用する経営の基本的な理論や知識を学ぶとともに、

それらが実際の企業や事業体・組織でどのように展開されているかを事例を通して学び、経
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営全般の知識を体系的に修得する。 

基本的な経営分野の知識を得たうえで、専門的な保健医療分野の経営について教授し、応

用力と実践力を高める。保健医療分野の専門職であっても、まずは基本となる経営の理論や

知識を理解・修得することが必要である。また、経営分野では、様々な業界の企業や組織で

の経営の展開事例をケーススタディとして学び、その学びを基に、自らの業界や分野におい

て、得た知識や理論を応用・展開する、という教育方法が一般的である。「審査意見 9（1）」

の図表 12 で経営分野の教育体系を示したとおり、本学でも、基本的な知識や理論を学んだ

うえで、保健医療分野の経営を専門的に学ぶ、という方針で構成した。 

しかし、審査意見 9（2）の保健医療分野の経営を学修させるように、という意見を受け、

経営の基本となる各科目にも保健医療分野についての経営を学修する授業を取り入れる内

容へ修正した。 

 

図表 30 経営分野の科目と教員配置 

分野  科目名称 担当教員 

経
営
分
野 

経
営
分
野
の
基
本
を
学
ぶ
科
目 

必
修
科
目 

主
要
科
目 

実務リーダーのための経営戦略論（２） 

組織・人材マネジメントの理論と実践（２） 

専任教授 

専任教授 

 実践マーケティング戦略（２） 専任教授 

選択科目 

実務リーダーのための財務会計Ⅰ（１） 

実務リーダーのための財務会計Ⅱ（１） 

ビジネスのための法律（１） 

ビジネスのための IT（１） 

兼任講師 

兼任講師 

兼任講師 

兼任講師 

経営の

総合的

な科目 

選択科目 

事業計画策定概論（２） 

総合事業開発（１） 

兼任講師 

兼任講師 

保健医療

経営を学

ぶ科目 

必修科目 
保健医療経営Ⅰ（２） 兼任講師 

（特任教授） 

選択科目 
保健医療経営Ⅱ（１） 

在宅サービスの事業経営（１） 

兼任講師 

兼任講師 

（ ）内の数字は単位数 
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（改善事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教員組織等】 

 

19．【全体計画審査意見 19 の回答について】 

＜設置計画の一層の充実＞ 

教員の年齢構成が比較的高齢に偏っていることから、教育研究の継続性を踏まえ、今後の採

用計画など教員組織編制の将来構想の明確化が望まれるので、対応方針について回答する

こと。 

（対応） 

本学の定年に関する学内規程（案）では、65 歳の定年に達した日の属する年度末をもっ

て退職予定となっているが、大学運営を円滑に行うために、開学時には定年を越える経験豊

富な教員を配置し、完成年度までその役割を担う。完成年度以降に定年年齢を超えている教

員については、原則その教員が定年に達した年度末で退職となるが、大学の継続性・円滑な

運営を担保するために、余人に代えがたい者については、理事会の同意を経て定年を延長す

ることにしている。 

 教員の退職時期を考慮のうえ、後任者については、以下を計画している。 

 

①教育研究の維持・向上のために、科目に適した教員を採用する 

②公募により広く候補者を求め、適任者を確保する 

③バランスのとれた職位構成・年齢構成となるように努める 

 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（54ページ） 

7.教員組織の年齢構成 

後任者については、①教育研究の維持・向上

のために、科目に適した教員を採用する、②

公募により広く候補者を求め適任者を確保

する、③バランスのとれた職位構成・年齢構

成となるように努める、という方針で採用

する。 

（41ページ） 

7.教員組織の年齢構成 

（追加） 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【教員組織等】 

 

20．【全体計画審査意見 20 の回答について】 

＜学修成果の評価方法が不明確＞ 

面接審査において、ディプロマ・ポリシーに掲げた資質・能力の評価に当たって、学内でガ

イドラインを策定する旨の説明があったが、当該ガイドラインを示した上で適切な評価方

法となっていることを明確にすること。 

（対応） 

面接審査で触れたガイドラインは、いわゆるアセスメント・ポリシーを想定したものであ

った。審査意見の指摘を受け、以下のとおり、アセスメント・ポリシーを作成した。 

 

＜大学のアセスメント・ポリシー（大学共通）＞ 

本学では、教育成果を可視化し、教育改善を実施する目的で、３つのポリシー（アドミッ

ション・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）を踏まえて、教育課

程や学生の学修成果を測定・評価する方法（アセスメント・ポリシー）を定めている。測定・

評価は入学時から卒業時までとし、機関レベル（大学）・教育課程レベル（学部・学科）・科

目レベル（授業科目）の３段階で多面的に実施する。 
 

1）機関レベル（大学） 
学生の卒業率、退学率、志望進路（就職率、進学率）等から教育課程及び学修成果の達

成状況を評価する。 
2）教育課程レベル （学部・学科） 

学部・学科の所定の教育課程における卒業要件達成状況（単位取得状況、GPA）、資格・

免許の取得状況等から教育課程全体を通した学修成果の達成状況を評価する。 
3）科目レベル（授業科目） 

シラバスで提示された学修目標に対する評価や授業評価アンケート等の結果から、科

目ごとの学修成果の達成状況を評価する。 
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○具体的な評価方法等は以下の表のとおりである。 
 

 

入学時 在学中 卒業時 

アドミッション・ポリシーを

満たす人材かどうかの評価 

カリキュラム・ポリシーに則っ

て学修が進められているかど

うかの評価 

ディプロマ・ポリシーを満たす人

材になったかどうかの評価 

機関レベル 
（大学） 

・入学試験  
・調査書等の記載内容 
・面接、志願理由書等 

・休学率  
・退学率 
・学修行動調査 

・卒業率  
・学位授与数  
・就職率 
・進学率（主として大学院） 

教育課程レベル 
（学部・学科） 

・入学試験  
・調査書等の記載内容 
・面接、志願理由書等 

・GPA※  
・修得単位数  
・進級率  
・学修行動調査 
・OSCE※ 

・GPA※  
・国家試験合格者数  
・国家試験合格率  
・資格取得率  
・進路状況 
・卒業時到達度アンケート 

科目レベル 
（授業科目） 

 ・成績評価（定期試験）  
・学修ポートフォリオ  
・授業評価アンケート 

 

※GPA：Grade Point Average 学生が履修登録した科目 1 単位当たりの成績平均値 

※OSCE：Objective Structured Clinical Examination （客観的臨床能力試験）学生の模擬患者に対する

インタビュー や臨床の現場で必要な基本的技能の実技を、評価者が観察し、客観的に評価する試験 

 
（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（34 ページ） 

（４）大学のアセスメント・ポリシー 

本学では、教育成果を可視化し、教育改善を

実施する目的で、3 つのポリシー（アドミッシ

ョン・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、デ

ィプロマ・ポリシー）を踏まえて、教育課程

や学生の学修成果を測定・評価する方法（ア

セスメント・ポリシー）を定めている。測定・

評価は入学時から卒業時までとし、機関レベ

ル（大学）・教育課程レベル（学部・学科）・科

目レベル（授業科目）の 3 段階で多面的に実

施する。 

１） 機関レベル（大学） 

 
（追加） 
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学生の卒業率、退学率、志望進路（就職率、

進学率）等から教育課程及び学修成果の達

成状況を評価する 

２） 教育課程レベル （学部・学科） 

学部・学科の所定の教育課程における卒業

要件達成状況（単位取得状況、GPA）、資

格・免許の取得状況等から教育課程全体を

通した学修成果の達成状況を評価する 

３） 科目レベル（授業科目） 

シラバスで提示された学修目標に対する

評価や授業評価アンケート等の結果から、

科目ごとの学修成果の達成状況を評価す

る 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

21．【全体計画審査意見 21 の回答について】 

＜大学名称の妥当性が不明確＞ 

大学名称を「東京専門職大学」とする理由として、公私協力方式、ダイバーシティ、将来は

関連学科等の設置を予定していることなどを理由としているが、専門職大学の教育研究上

の目的に照らして適切であると判断できないため、専門職大学及び当該専攻分野に関わる

教育研究上の目的を踏まえた妥当性を明確にするか修正すること。 

（対応） 

本学が設置を目指している専門職大学は、「保健医療分野」をその主たる教育研究上の目

的と位置付けている。 

そこで、所在地の「東京」と併せ、「保健医療」を入れた新大学名に変更することとする。 

具体的には、「東京保健医療専門職大学」に変更する。 

 
 2020 年４月の開学時には、「リハビリテーション学部」１学部の設置を計画しているが、

将来的には医療と福祉の融合をテーマに、福祉分野の新学部の設置を構想として有してい

る。 
 こうした将来構想を踏まえ、「保健医療」を冠した大学名とする。 
 
（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 

（29 ページ） 
第 3 学部・学科等の名称及び学位の名称 
１．大学の名称 
本学は東京都に設置する専門職大学であり、

今後地域における保健医療の実務リーダーを

養成する大学であることから、大学の名称を

「東京保健医療専門職大学」とした。 
「東京保健医療専門職大学」の校名について

は、①校舎が東京都の特別区職員研修所の民

間活用であり、公私協力方式のモデル教育機

関の役割と意義を与えられている、②共生社

会が求められている時代にあり、人種・国籍・

年齢を問わず全国及び世界から学生が集う教

育機関として、首都・東京からの情報と人材

集約と発信基地の役割を担う、③本学の主な

教育研究目的を保健医療分野に置く。以上 3
つの観点により「東京」にある「保健医療専

門職大学」とした。 

（21 ページ） 
第 3 学部・学科等の名称及び学位の名称 
１．大学の名称 
本学は東京都に設置する初めての専門職大学

として、今後地域における保健・医療・福祉

介護の実務リーダーを養成する大学であるこ

とから、大学の名称を「東京専門職大学」と

した。 
「東京専門職大学」の校名については、①校

舎が東京都の特別区職員研修所の民間活用で

あり、公私協力方式のモデル教育機関の役割

と意義を与えられている、②ダイバーシティ

が求められている時代にあり、人種・国籍・

年齢を問わず全国及び世界から学生が集う教

育機関として、首都・東京からの情報と人材

集約と発信基地の役割を担う、③将来的には、

関連学科や専門職大学院を設置し、プロフェ

ッショナルスクールとしてセンターオブユニ
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２．学部・学科等の名称 

 
学部名は、リハビリテーション分野を総称す

る名称として、「リハビリテーション学部」と

する。 
リハビリテーション学部に、理学療法学科と

作業療法学科の 2 学科を設ける。 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．学部・学科等の英文名称及び学位の名称 

大学の英語表記は、東京(Tokyo)に所在するこ

と、保健医療分野（Health Sciences）の高度

専門職人材(Professional)を育成することを

表するため、また国際通用性を考慮し「Tokyo 
Professional University of Health Sciences」
とする。 
学部英語名称は国際通用性の観点から、広く

認知されている「School of Rehabilitation」
とする。 
学 科 の 英 語 名 称 は 、 理 学 療 法 学 科 を

「Department of Physical Therapy」、作業療

法 学 科 を 「 Department of Occupational 
Therapy」とする。 

バーシティの役割を担う教育機関として発展

させる。以上３つの観点により「東京」にあ

る「専門職大学」とした。 
 
２．学部・学科等の名称 

 
学部名は、保健・医療・福祉介護の分野を総

称する名称として、「医療福祉学部」とする。 
 
学科名は、理学療法と作業療法の 2 つの分野

を総括した「リハビリテーション学科」と、

福祉介護の分野の専門性に加え実践力・応用

力を身に着け、社会変革に貢献する意味を込

めた「福祉介護イノベーション学科」の 2 学

科とする。 
リハビリテーション学科には、専門領域を表

する「理学療法専攻」及び「作業療法専攻」の

2 つの専攻をおく。 
 
３．学部・学科等及び学位の名称 

大学の英語表記は、東京(Tokyo)に所在するこ

と、高度専門職人材(Professional)を育成する

ことを表するため、また国際通用性を考慮し

「Tokyo Professional University」とする。 
学部英語名称は国際通用性の観点から、広く

認知されている「 School of Health and 
Welfare」とする。 
学科の英語名称は、リハビリテーション学科

を「Department of Rehabilitation」、理学療

法専攻を「Division of Physical Therapy」、作

業療法専攻を「Division of Occupational 
Therapy」とする。また、福祉介護イノベーシ

ョン学科は社会変革への貢献を表する

「 Department of Innovative Care and 
Welfare」とする。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

22．【全体計画審査意見 22 の回答について】 

＜教育課程連携協議会の委員資格が不明確＞ 

教育課程連携協議会の以下について是正すること。 

 

（1）教職員区分については、各学科の教育課程の編成に責任を有する各学科の専攻分野に

関わる専任教員が配置されていないため、修正すること。 

 

（2）教育課程連携協議会の職業区分の記載されている 3名の委員のうち、1名については、

当該区分の法令上の要件である当該資格の実務経験を有している者かどうか確認できない

ため、明確にするか修正すること。 

（対応） 

「教育課程連携協議会の委員資格が不明確」を検討した結果、以下のとおり是正する。 

（1） 

各学科の教育課程の編成に責任を有する各学科の専攻分野に関わる専任教員として、リハビ

リテーション学部長、理学療法学科長、作業療法学科長の３名を配置する。なお、リハビリテ

ーション学部長、理学療法学科長は理学療法士の免許を取得、作業療法学科長は作業療法士の

免許を取得している。一方、計画変更により福祉介護イノベーション学科関係の５名を削除す

る。よって、教育課程連携協議会構成員名簿を 20名に修正する。 

（2） 

計画変更に伴い、該当するのは教育課程連携協議会の職業区分の記載されている１名とな

り、構成員に当該資格を確認したところ、1974（昭和 49）年に理学療法士の免許を取得し、

1971（昭和 46）年からの実務経験を確認した。よって、教育課程連携協議会構成員名簿を修正

する。 

 

（新旧対照表）教育課程連携協議会規程 
新 旧 

（構成） 

第3条 協議会は、次の者をもって構成する 

 

（２）学長及び学部長 

（３）本学の課程に係る職業に就いている者

又は当該職業に関連する事業を行うものによ

（構成） 

第3条 協議会は、次の者をもって構成する 

 

（追加） 

（以下項番号変更） 
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る団体のうち、広範囲の地域で活動するもの

の関係者であって、当該職業の実務に関し、

豊富な経験を有する者 

（４）地方公共団体の職員、地域の事業者に

よる団体の関係者その他の地域の関係者 

（５）臨地実務実習その他の授業科目の開設

または授業の実施において本学と連携する事

業者 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

23．【全体計画審査意見 23 の回答について】 

＜研究室が不十分＞ 

研究室の以下の点を是正すること。 

 

（1）基本計画書と設置の趣旨等を記載した書類における研究室数が整合していないため修

正すること。 

（2）共同研究室のスペースが極めて狭隘であり、専任教員が教育のみならず研究に取り組

む環境として不十分であるため修正すること。 

（3）研究室の具体的な仕様が示されていないため、各専任教員が取り組む研究領域を踏ま

え、どのような研究手法をとり、それに必要な環境（研究用実験室や研究用機器、機密情報

の管理などを含む）が整備されていることを明確にするか修正すること。 

（4）共同研究室を利用する多数の専任教員が、教育研究上のプライバシーに配慮した個人

面談等を行うスペースの確保や教育研究上の機密情報の管理を行う環境が整備されている

のかを明確にするか修正すること。 

（対応） 

（1） 

当初の計画では、基本計画書の専任教員研究室には、リハビリテーション学科理学療法専攻

７室、リハビリテーション学科作業療法専攻 11室、福祉介護イノベーション学科８室を、誤っ

て教授等の 26室のみ記載した。一方、設置の趣旨等を記載した書類 58ページの施設、設備

等の整備計画には、個人研究室 33室、共同研究室３室を設置するとしたことで整合していな

かった。今般の計画変更により、専任教員１人当たり 15～20㎡の個人研究室 55室（学長室を

含む）を整備し、基本計画書と設置の趣旨等を記載した書類を修正する。 

館 階 室名 面積 備考 

別館 

3階 個人研究室 25室 15～20㎡ 2019（平成 31）年度に整備 

4階 個人研究室 10室 15～20㎡ 2019（平成 31）年度に整備 

5階 個人研究室 10室 15～20㎡ 2019（平成 31）年度に整備 

6階 個人研究室 9室 15～20㎡ 2019（平成 31）年度に整備 

※上記のほか、学長室として１室を整備 
 

（2） 

当初の計画では、准教授、講師や助教は共同研究室を想定していた。今般の計画変更に伴

い、教員の研究のみならず、学生の教育や研究の相談に応じる個人面談を行うスペースと

して、すべての専任教員に個人研究室を整備することに変更した。 
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（3） 

教育研究に取り組む環境として、個人研究室には鍵付きの机、椅子、書架、パソコン、プ

リンターの他、個人面談用のテーブル等を用意する。 

専任教員の研究領域は、応用・開発研究、教育研究、臨床研究が多くを占め、その研究手

法は、文献研究、フィールドワークなどの調査研究、事例研究が多い。実験による研究手法

をとる教員は、研究フィールドの広がりや、萌芽的研究を見出すことは大切な観点である。

よって、教員の研究実験室は、理学療法領域で主として使用する実験室、作業療法領域を主

として使用する実験室としてそれぞれ１室ずつ、計２室を整備する。 

研究実験室は、什器などの環境を備える他、研究用機器は、教員が持ち込む機器の移管、

設置場所を適正に確保し、共有化*を図る。さらに、共同研究費による購入支援や、開学前

年の 2019年度に就任予定の科研費申請希望者には、2019 年度中から開学年度の 5月申請の

科研費（研究活動スタート支援）獲得に向けた申請書作成支援を積極的に実施し、開学後、

科研費をはじめとする外部研究費獲得を推進し、機器の充足・共有化*を図る。教員の研究

環境の確保、研究支援は大切な観点であることから、科研費等の外部研究費獲得に向けた支

援も徹底していく。 

 

*研究機器の共有について 

 

日本学術振興会 科研費 FAQ 

https://www.jsps.go.jp/j-grantsinaid/01_seido/05_faq/data/kakenhi_2018faq.pdf 
 

【Q4407】科研費で購入した実験装置を、別の研究でも使用することは可能でしょうか？ 

【A】科研費による補助事業の遂行に支障がなければ、科研費で購入した実験装置を研究機

関外の研究者を含め科研費以外の研究のために使用しても差し支えありません。科研費

により購入した設備等は、購入後直ちに研究機関に寄付することとしていますので、そ

の取扱いについては研究機関において適切に行ってください。 

 

【Q44071】科研費で購入した実験装置は、研究期間が終了した後も、別の研究等で使用す

ることは可能でしょうか？ 

【A】可能です。科研費により購入した設備等は、購入後直ちに研究機関に寄付することと

していますので、研究期間終了後も、研究機関の定めに従い、別の研究等で使用するこ

とは差し支えありません。また、科研費が交付されている研究者個人のみではなく、有

効利用・有効活用の観点から、所属研究機関外の研究者を含め他の研究者の研究に使用

することを可能にするなど、積極的に設備の共用化を図ってください。 

 
（4） 
各教員には個人研究室の鍵を渡し、退室時に施錠すること、さらに、教育研究上の機密情報、

資料・試料は、鍵付きの机での管理を徹底するよう、教育研究に関する FD研修や、「研究機関に

おける研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」の求めるコンプ

ライアンス研修及び、「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」の求める
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研究倫理研修など、「研究公正」の観点を含めて、その徹底を強化する。一方、ハラスメント対

策としてドアには透明のスリットを設け、プライバシーに配慮した個人面談等を行うスペース

としても活用する。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 
（70ページ） 

（1）キャンパスの構成 

本法人は、東京都の特別区人事・厚生事務

組合より、旧東京都特別区職員研修所を校舎

として借用し、2008（平成 20）年度より臨床

福祉専門学校を運営してきた。このたび、こ

の校舎を活用して専門職大学を設置する。 

既存校舎を専門職大学に必要な施設・設備

を備えるべく改修を行う。2018（平成 30）年

10 月時点では、改修工事中であるが、2019（平

成 31）年 3 月 31 日までには改修工事は完了

予定であることから、本学の開学時の 2020（平

成 32）年 4 月 1 日には確実に工事は完了す

る。 

既存校舎の改修方針は、本館を講義棟、別

館を実習・研究棟という構成とし、専門職大

学として十分な施設の整備を行う。専門職大

学の研究を行うためのスペースとして、個人

研究室 55室（学長室含む）を整備する。さら

に、学生の研究・制作等に必要なスペースと

して、演習室 8 室を整備する。 

（58 ページ） 
（1）キャンパスの構成 

本法人は、東京都の特別区人事・厚生事務

組合より、旧東京都特別区職員研修所を校舎

として借用し、平成 20 年度より臨床福祉専

門学校を運営してきた。このたび、この校舎

を活用して専門職大学を設置する。 
既存校舎を専門職大学に必要な施設・設備

を備えるべく改修を行う。平成 30 年 10 月

時点では、改修工事中であるが、平成 31 年

3 月 31 日までには改修工事は完了予定であ

ることから、本学の開学時の平成 32 年 4 月

1 日には確実に工事は完了する。 
既存校舎の改修方針は、本館を講義棟、別

館を実習・研究棟という構成とし、専門職大

学として十分な施設の整備を行う。専門職大

学の研究を行うためのスペースとして、個人

研究室 33 室、共同研究室 3 室を設ける。 

（73ページ） 

（1）研究室等 

専任教員が教育研究に取り組む環境とし

て、全専任教員の個人研究室を整備する計画

である。各教員には個人研究室の鍵を渡し、

退室時に施錠することで教育研究上の機密情

報を管理する。一方、ハラスメント対策とし

てドアには透明のスリットを設け、プライバ

シーに配慮した学生の個人面談等を行うスペ

ースとしても活用する。 

なお、個人研究室には鍵付きの机、椅子、

書架、パソコン、プリンターの他、個人面談

用のテーブル等を用意する。その他、教員の

研究実験室は、理学療法領域で主として使用、

作業療法領域を主として使用する 2 室を整備

する。 

（62 ページ） 
（1）研究室等 

研究室は、教授の個人研究室を確保する計

画である。なお、学科別又は専攻別に階層を

分離し、その他の教員の収容が可能な共同研

究室を設置する。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

24．【全体計画審査意見 24 の回答について】 

＜学生控室及び自習室の内容が不明確＞ 

学生控室等の以下を是正すること。 

 

（1）学生控室と自習室について、収容定員を踏まえた席数や施設環境（機器やパーテーシ

ョンなどの設備を含む）となっているのかを明確にすること。 

 

（2）「工事計画」において、学生控室は平成 33年 3月に「改修工事を実施する」とされ、

開設時点で整備されない計画となっている。このため、学生控室が整備されるまでの間、学

生の大学での生活上支障がないかどうか明確にすること。また、学生控室の竣工時期を明確

にすること。 

（対応） 

（1） 

計画変更に伴い、収容定員が 1,120人から 640人になるため、教室の配置を見直し、学

生控室を別館 1階 139 ㎡から本館 1階 216㎡に変更し、学生が休憩できるスペースを 100

席設置する。また、学生自習室は、別館 2階 157㎡から別館 6階 147㎡に変更し、個別の

スペースを確保するため、パーティションのある座席を 100席設置する。 

館 階 室名 面積 用途等 

本館 1階 学生控室（ラウンジ） 216㎡ 休息 100席を設置 

別館 6階 自習室 147㎡ 自習 100席を設置 

 

（2） 

学生控室の場所を変更したことに伴い、学生控室の工事が発生しなくなった。 

 
（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 

新 旧 
（71ページ） 

（3）その他の施設 

その他の施設は、本館 1 階と別館に集約し、

効率化を図る。特に情報処理室、図書室、自

習室を別館に設置し、情報収集の利便性を図

る。 

なお、校舎内に無線 LANを整備し、PCやタ

ブレット等を持参する学生の学修環境にも対

応する計画である。 

（59 ページ） 

（3）その他の施設 

その他の施設は、本館と別館の 1 階と 2
階に集約し、効率化を図る。特に図書室、

閲覧室、情報処理室、学生自習室を同じフ

ロアに設置し、情報収集の利便性を図る。 
なお、校舎内に無線 LANを整備し、PCやタ

ブレット等を持参する学生の学修環境にも対

応する計画である。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

25．【全体計画審査意見 25 の回答について】 

＜図書等の内容が不明確＞ 

図書等の以下の点を是正すること。 

 

（1）図書は、3つの専攻（理学療法、作業療法、介護福祉）として、10,777冊整備するな

どとしているが、教育研究上十分な内容となっているのか懸念されるため、各専攻分野の図

書、学術雑誌、電子ジャーナルについて、教育研究上の必要性の観点から十分な内容及び冊

数であることを明確にするか修正すること。 

 

（2）基本計画書では、開学時に 10,777冊の図書を整備するとなっているが、設置の趣旨等

を記載した書類において、「教育課程の内容に沿って、教育研究に支障のないよう、完成年

度までに順次整備する」と記載され整合していないため修正すること。 

 

（3）図書等一覧が示されているが、発行年度の表示がなく整備される図書等が学生及び教

員の今後の教育研究活動に資するのか不明であるため、発行年度を示し適切な整備計画で

あることを明確にするか修正すること。 

（対応） 

（1） 

審査意見を踏まえ、図書を当初計画の 10,777冊から、21,327冊を整備する計画へ変更を

行う。 

当初の計画では、既設 9,527冊、新規購入 1,250冊により、蔵書数を 10,777冊とする予

定であった。 

既設の蔵書数については、「教育研究上十分な内容となっているか」の観点で精査を行い、

国家試験対策本などを中心とした古い年度版の書籍等 327冊を除き、9,200冊とした。 

開学前年度に新規に 10,127冊（うち洋書 325冊）を追加することにより、既設分と合わ

せて合計 19,327 冊を整備する計画へ変更した。 

開学後も計画的に追加購入し、完成年度には 21,327冊とする計画である。 

なお、新規購入する図書は、「教育研究上の必要性の観点から十分な内容」となるよう、

科目毎の教育課程を踏まえて整備する。 

「基礎科目」「職業専門科目」「展開科目」に関する専門書及び関連書籍を手厚く整備する。 

「総合科目」に関しては、研究法や課題論文の書き方などついての図書を整備する。 

また、大学生としての素養を身に付けることに役立つ、あるいは専門知識を学び始める際

に助けとなるような入門書なども含め整備する。 
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さらに、高年次の学生や教員の探求心・研究心を喚起させるよう、関連する他分野の図書

も整備する。 

聴覚教材は、既設の 550種に 100 種を追加し、650種とする。単に補完教材としてだけで

はなく、学生が臨床現場で実際に体験することが難しいもの、初歩段階での理解を促すうえ

で効果的なものなどを整備する計画である。 

学術雑誌は、リハビリテーション、理学療法、作業療法に関するものを中心に、養成する

人材像を踏まえ、適切に整備する。 

電子ジャーナルは、和文はメディカルオンライン、英文は ProQuestを導入し、教育研究

環境を整備する。 

 

（2） 

審査意見を踏まえ、設置の趣旨等に記載したとおり、「教育課程の内容に沿って、教育研

究に支障のないよう、完成年度までに順次整備する」を実施する。 

具体的には、開学年度から完成年度まで、毎年新規に 500冊を追加し、完成年度には蔵書

21,327 冊とする予定である。 

新規に追加する書籍は、教員や学生からの要望を考慮し、整備する。 

なお、書架は現在 30,000冊分の容量であるが、将来のさらなる図書整備に向け 20,000冊

分を増設し、50,000 冊が収納できるように変更する。 

以上を踏まえ、基本計画書を修正する。 

 

（3） 

審査意見を踏まえ、既設図書の内容について、精査を行った。 

図書等一覧に発行年を明示し掲載した。発行年度に一部、特定できないものがあったが、

その多くは文学書であり、貴重な蔵書として継承する。 

 

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類 
新 旧 

（74ページ） 

（1）図書室の整備計画 

図書室は、既に専門学校として別館 2 階に書

架 30,000 冊分を整備済であるが、20,000 冊

分を増設することで 50,000 冊分とし、完成年

度後も継続して図書を整備する計画である。 

なお、収容定員 2 割の閲覧 130 席を用意し、

授業連携や調べ学習対応を鑑み、別館 1 階に

PC45台を設置した情報処理室を配置する計画

である。 

（63 ページ） 

（1）図書室の整備計画 

図書室は、既に専門学校として別館 2 階に

30,000冊収納可能な書庫を整備済であり、こ

の設備を専門職大学で継続して活用する。 

なお、隣に閲覧室 80席を用意することを計

画しているが、授業連携や調べ学修対応を鑑

み、その隣に PC40台を設置した情報処理室を

配置する計画である。 
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（２）図書等の資料の整備計画 
一般書を含み、保健医療、リハビリテーショ

ン関連、特に理学療法を中心とした図書は、

専門学校の図書から精査した 9,200 冊の蔵書

があるが、専門職大学としての教育研究上に

必要と思われる図書として、新設となる作業

療法を含め、開学前年度に新規 10,127 冊（う

ち洋書 325 冊）を追加することにより、蔵書

19,327冊を整備する。 

保健医療領域だけでなく、教育課程に沿って、

基礎科目、職業専門科目、展開科目、総合科

目設定する授業科目に関連し幅広く厚く、「教

育研究上の必要性の観点から十分な内容」及

び冊数となるよう、各領域と教育課程に基づ

いて整備する。教育研究に必要な新しい視点

や最新の内容を織り込んだ図書を中心に、各

年度に新規 500 冊を追加し、完成年度には蔵

書 21,327冊とする予定である。 

視聴覚教材は、既設 550 種に対し、単に補完

教材としての観点だけではなく、学生にとっ

て臨床現場での実体験が難しいもの、初歩段

階での理解を促せる観点のものも含めて 100

種を追加した。養成人材像と照らし、学術雑

誌は、リハビリテーション、理学療法、作業

療法を中核として、医療マネジメントなどに

も配慮し、適切な選書としている。 

電子ジャーナルの和文はメディカルオンライ

ン、英文は ProQuest を導入し、教育研究環境

を整えることにした。 

なお、図書の管理については、図書職員が

配架・整理・貸出を行う。 

 

（2）図書等の資料の整備計画 

リハビリテーション学科の理学療法専攻を

中心とした図書は、既に専門学校の図書約

9,500 冊の蔵書があり、専門職大学として引

き続き活用する。リハビリテーション学科の

作業療法士と福祉介護イノベーション学科の

介護福祉士関係の図書は、開学前の平成 31年

度に専門図書 10,750冊、うち外国書 150 冊、

学術雑誌 70 種、視聴覚資料 600 点に整備す

る。その後教育課程の内容に沿い、教育研究

に支障がないよう完成年度までに順次整備す

る。 

なお、図書の管理については、図書職員が

配架・整理・貸出を行う。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

26．【全体計画審査意見 26 の回答について】 

＜教授会規程が不十分＞ 

教授会規程の以下の点を是正すること。 

 

（1）教授会規程に定足数に関する規定はあるが、議決に関する規定がなく適切に運営され

るのか懸念されるため修正すること。 

 

（2）学則と教授会規程に記載されている構成員の説明に齟齬があるため修正すること。 

（対応） 

（1） 
議決に関する規定は、教授会規程第 5 条（会議）第 4 項に「教授会の議事は、出席者の過

半数をもって決し、可否同数の場合は議長が決するところによる。」と追加した。 
 

（2） 
構成員は、教授会規程第 2 条（構成）及び学則案第 11 条（教授会）第 2 項を「教授会は、

専任教授をもって構成する」と変更し、特任教授を削除する。更に「ただし、学長が認めた

ときは、専任教職員を加えることができる」と修正した。 

 

（新旧対照表）教授会規程 
新 旧 

（構成） 

第2条 教授会は、専任教授（削除）をもっ

て構成する。ただし、学長が認めたときは、

専任教職員を加えることができる。 

（会議） 

第5条 

4 教授会の議事は、出席者の過半数をもっ

て決し、可否同数の場合は、議長が決すると

ころによる。 

 

（学則） 

（教授会） 

第 11 条 本学の教育研究に関する重要事項

（構成） 

第2条 教授会は、専任教授及び特任教授を

もって構成する。 

 

（会議） 

第5条 

（追加 ） 

 

 

 

（学則） 

（教授会） 

第 10 条 本学に教育・研究に関する重要事項
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を審議するため、教授会を置く。 

２ 教授会は、専任教授をもって構成する。

ただし、学長が必要と認めたときは、

専任教職員を加えることができる。 

を審議するため、教授会を置く。 

２ 教授会は、教授及び特任教授をもって

構成する。ただし、学長が認めた場合、

専任教職員若干名を加えることができ

る。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

27．【全体計画審査意見 27 の回答について】 

＜体育館等の代替措置が不明確＞ 

体育館等の代替措置の以下を是正すること。 

 

（1）専門職大学設置基準第 44条第 1項では、「原則として体育館その他のスポーツ施設を

備えるとともに、なるべく運動場を設けるものとする」と規定されているが、第 2項の代替

措置は「体育館その他のスポーツ施設」を設けない場合の規定であるが、設置の趣旨等を記

載した書類では「運動場に関わる代替措置」として記載されているため修正すること。 

 

（2）代替措置として利用計画を締結する近隣の公共施設について、市民等の利用も想定さ

れるところ、実質的に学生の利用ができるのか不明であるため、どの程度の利用を想定して

いるのかを明らかにして、十分な利用が可能であることを明確にすること。 

 

（3）運動場の代替措置として、近隣の公共施設と利用契約を締結するとあるが、法令上規

定されている学生の利用に際しての経済的負担の軽減が十分図られているか不明であるた

め明確にするか修正すること。 

（対応） 

（1） 
設置の趣旨等を記載した書類 63 ページを「運動場に関わる代替措置」から「体育館に関

わる代替措置」に修正し、本文の「運動場に関わる代替として」を削除する。そして、体育

実技等の授業はないが、学生の健康増進を目的とした体育館その他のスポーツ施設として、

本館 1階講堂横に運動室 141㎡を設置し、学生に開放する。 

 
（2） 

「体育館その他のスポーツ施設」に関わる代替として、運動室 141㎡を整備すると共に、

基本的には学生が授業時間外に個人利用を含む大学公認団体が課外活動を行う場として近

隣公共施設と利用契約を締結し活動場所を確保する。ただし公共施設の運用を鑑み優先利

用ができるわけではないため、その分江東区内の全公共施設を対象として対応することと

した。 

江東区の運動施設を管理運営する「江東区スポーツ施設運営パートナーズ」及び「江東区

健康スポーツ公社」と、「江東区民の健康増進とスポーツの発展に向けた協力に関する覚書」

及び「体育館・運動場等の利用に関する覚書」を締結し、17か所の施設が利用可能である。

それぞれの詳細は、【資料 17】【資料 18】【資料 19】に記載している。 
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【資料 17】 近隣スポーツ施設一覧

【資料 18】 江東区民の健康増進とスポーツの発展に向けた協力に関する覚書

【資料 19】 体育館・運動場等の利用に関する覚書

（3） 
大学公認団体の活動費用は、補助金として交付する。なお、大学公認団体は「学生団体取

扱規程」に基づき、本学の専任教職員を顧問とし、「学生団体設立許可願」に必要事項（名

称、目的、活動内容、活動場所、役員構成、会員名簿、会費等）を記載して申請し、学生委

員会が認定するが、条件は以下のとおりとする。 

① 年間活動計画が明確であり、将来に渡って継続した活動が見込めること

② 構成員が 10 名以上であり、顧問の指導監督及び責任のもとに学生代表者、会計が

統括していること

③ 各部員より部費を徴収し予算計画を有しているとともに、役員による管理体制が

明確であること 

④ 大学の管理及び運営に貢献可能な態勢を整えていること

なお、学生個人が利用する時は、大学が購入した利用券を事前に受け取り、課外活動

を行う。事後の場合は、領収書で精算することで経済的負担の軽減を図る。

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類

新 旧

（73ページ） 

（2）体育館に関わる代替措置

体育実技等の授業はないが、学生の健康増

進を目的とした体育館その他のスポーツ施設

として、運動室 141 ㎡を本館 1 階講堂横に設

置し、学生に開放する。さらに代替措置とし

て、東京都江東区の全スポーツ施設と利用契

約を締結し、大学公認団体が授業時間外に課

外活動を行う際の費用を補助金として交付す

る。 

大学公認団体は、「学生団体取扱規程」に基

づき、専任教職員を顧問とし、「学生団体設立

許可願」に必要事項（名称、目的、活動内容、

活動場所、役員構成、会員名簿、会費等）を記

（63 ページ）

（2）運動場に関わる代替措置

運動場に関わる代替として、本館の講堂横

に車椅子バスケットボール、ブラインドサッ

カー等が可能な運動室 148㎡を整備する。

また、様々な運動が可能で、多くの学生が

余裕をもって利用できる公共施設 深川スポ

ーツセンター（江東区平野 3-2-20）と利用契

約を締結し利用する。このスポーツセンター

には体育室・トレーニング室・室内プール等

があり、体育施設として最適である。当スポ

ーツセンターへの交通機関の利用は東京メト

ロ東西線「木場駅」3番出口から徒歩 10分で

ある。 
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載して申請し、学生委員会が認定するが、条

件は以下のとおりとする。 

① 年間活動計画が明確であり、将来に渡っ

て継続した活動が見込めること 

② 構成員が 10名以上であり、顧問の指導監

督及び責任のもとに学生代表者、会計が統括

していること 

③ 各部員より部費を徴収し予算計画を有し

ているとともに、役員による管理体制が明確

であること 

④ 大学の管理及び運営に貢献可能な態勢を

整えていること 

なお、学生個人が利用する時は、大学が購

入した利用券を事前に受け取り、課外活動を

行う。事後の場合は、領収書で精算すること

で経済的負担の軽減を図る。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

【名称、その他】 

28．【全体計画審査意見 28 の回答について】 

＜留学生試験の内容が不十分＞ 

「留学生試験」において、面接で日本語能力を評価するとされているが、面接のみをもって

入学後に授業等を適切に理解できる日本語能力を評価することができるのか懸念されるた

め、客観的に日本語能力を評価できる入学試験の内容に修正すること。 

（対応） 

留学生については、募集定員はすべての学科・専攻で若干名としていたが、主に福祉介護

イノベーション学科での受け入れを想定していた。今回審査意見の指摘に対応し、福祉介護

イノベーション学科を取り下げるため、申請時に想定していた日本語力（Ｎ2 以上）を前提

とした場合、日本語授業等の留学生への支援体制を整える必要がある。理学療法学科・作業

療法学科の 2 学科入学定員 160 名での若干名の留学生に対しそれら支援体制を整えること

は、そもそもの教育研究環境整備のための経営資源を圧迫することになる。限られた大学の

経営資源をより有効に活用し、本来の理学療法学科・作業療法学科の教育研究環境の充実に

割くべきであると判断し、留学生の受け入れは行うものの、日本語力が十分であり、日本人

学生と同等の授業を受けることが可能な留学生を受け入れる方針へ変更する計画であり、

入学試験も別途区分は設けず、日本人学生と同じ試験内容とする。

以上の理由から、「留学生特別選抜入試」を入試区分から削除する。

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類

新 旧

（削除） 入学者選抜の基本方針（入学者選抜方法）

選抜区分と募集定員

学科名・専攻名
入学定

員 

一般入

試 

特別選抜 

推薦 社会人 留学生 AO 

リハビリ

テーショ

ン学科

理学療法

専攻 

昼間コ

ース 
80 48 20 若干名 若干名 12 

夜間コ

ース 
40 若干名 若干名 34 若干名 6 

作業療法

専攻 

昼間コ

ース 
80 48 20 若干名 若干名 12 

夜間コ

ース 
40 若干名 若干名 34 若干名 6 

福祉介護イノベーション学

科
40 24 10 若干名 若干名 6 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

【名称、その他】 

29．【全体計画審査意見 29 の回答について】 

＜社会人入試の内容が不明確＞ 

「社会人入試」は、小論文と面接で行うとされているが、小論文では、「高等学校で得た基

礎学力を前提に、課題に対する理解力、論理的思考力、表現力等を評価する」となっている。

入学後の学修の前提となる学力をどのようにして評価できるのか不明であるため、想定さ

れる小論文試験の出題方針などを明確にし、「社会人入試」の質が担保されているかどうか

を明確にすること。 

（対応） 

指摘を受け、社会人入試は、「小論文」「一般常識試験」及び「面接」により行う内容に修

正した。

小論文は 800 字程度のボリュームのものとする。保健医療分野でかかえる社会問題等を

新聞やニュースなどのキーワードによるテーマ式課題とし、保健医療分野に関わる事柄に

関心を持ち続け、これまでに身に付けた知識・能力を一層磨けることを確認し、高等学校で

得た基礎学力を前提に、課題に対する理解力、論理的思考力、表現力等を評価する。また面

接では、調査書、活動報告書、志望理由書、資格・検定試験等の成績等の出願書類を参考に、

入学後の学修意欲、目的意識や卒業後の進路、志望動機、職業への理解、適性などを総合的

に評価する。さらに、英語・国語・数学・社会(時事問題を含む)の各分野での基礎的な知識・

思考力を問うために一般常識試験（マークシート方式）を課し選抜する。

また、夜間コースを廃止したことから、当初計画していた夜間での入試日程も廃止する。

 なお、「社会人」とは、出願時点で、高等学校等卒業後、保健医療分野の施設等において

1 年以上の職務経験等があること。又は、大学入学資格を有し入学時現在で 23 歳以上であ

り、かつ出願時点で 2 年以上の職務経験があることなどが、社会人として認められる者と

する。

（新旧対照表）設置の趣旨を記載した書類（80ページ） 

新 旧 

（79ページ） 

(ⅱ)社会人入試 

社会人入試は、小論文と一般常識試験及び

面接により行う。小論文は 800 字程度のボリ

ュームものとする。保健医療分野でかかえる

社会問題等を新聞やニュースなどのキーワー

ドによるテーマ式課題とし、保健医療分野に

関わる事柄に関心を持ち続け、これまでに身

に付けた知識・能力を一層磨けることを確認

（ⅱ）社会人入試 

小論文で、高等学校で得た基礎学力を前提

に、課題に対する理解力、論理的思考力、表

現力等を評価する。また面接では、調査書、

活動報告書、志望理由書、資格・検定試験等

の成績等の提出書類を参考に、志望動機、職

業への理解、学修意欲、目的意識、本学科及

び専攻が提供する専門分野に対する適性など
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し、高等学校で得た基礎学力を前提に、課題

に対する理解力、論理的思考力、表現力等を

評価する。また面接では、調査書、活動報告

書、志望理由書、資格・検定試験等の成績等

の出願書類を参考に、入学後の学修意欲、目

的意識や卒業後の進路、志望動機、職業への

理解、適性などを総合的に評価する。さらに、

英語・国語・数学・社会(時事問題を含む)の各

分野での基礎的な知識・思考力を問うために

一般常識試験（マークシート方式）を課し選

抜する。 
 

 

を総合的に評価し選抜する。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

30．【全体計画審査意見 30 の回答について】 

＜授業運営の方法が不明確＞ 

時間割では、基礎科目において 611 大教室で 2 学科 3 専攻の学生をまとめて授業するもの

が見受けられる。選択科目であるものの 40人を超える履修希望者が出た場合に授業をどの

ように行うのかを明確にすること。 

（対応） 

【教室稼働状況について】 

審査意見の指摘を受け、提出している時間割を再確認したところ、３専攻一緒に行ってい

る授業はないものの、２専攻（理学療法専攻・作業療法専攻）で行っていると認められるよ

うな記載が、後期の１学年（選択科目）において認められた。 

しかし、実態としてそのような計画はなく、それらの科目は理学療法学科・作業療法学科

合同で行う選択科目のため、時間割のような表現であっても、実際は、40 名定員の１クラ

ス開講の授業である。紛らわしい記載方法であったため、分かりやすい時間割に修正した。 

なお、時間割については審査意見 31で説明している。 

 

【資料 20】 教室稼働表 

 
 指摘を受けた大教室（611）に関しては、原則、通常授業では使用しない計画としている。

オリエンテーション等、学年全員が一斉に集まる際に使用することを考えている。 

 

【選択科目（基礎科目）の履修方法について】 

選択科目は学科別に実施をする。 

１開講 40名定員であるが、どの科目も、２開講を予定している。それゆえ、定員 80名全

員が履修を希望した場合でも、対応できるような体制を組んでいる。 

開講時期は、同学期に２開講行う科目、同学年の前期、後期で 1 開講ずつ行う科目があ

る。 

職業専門科目や展開科目に配置されている科目に繋がる科目（基礎科目）は、それらの科

目が実施される直前の学期に、２開講行い、学修効果や科目に対するモチベーションが上が

るような体制を組んでいる。 

 

次ページに職業専門科目・展開科目につながる基礎科目の一覧を示した。 
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図表 31 職業専門科目・展開科目につながる基礎科目 

 基礎となる科目 つながる科目 

配当年次 科目 区分 配当年次 科目 

1 1 年前期 経営学 展開科目 1 年後期 
実務リーダーのための

経営戦略 

2 2 年前期 観光学 展開科目 2 年後期 
ユニバーサルツーリズ

ムと外出支援Ⅰ 

3 1 年前期 統計学序論 職業実践科目 1 年後期 統計学 

4 2 年前期 ICT概論 展開科目 2 年後期 
身体障害への支援シス

テム工学Ⅰ 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

31．【全体計画審査意見 31 の回答について】 

＜授業時間割等が不明確＞ 

講義室等の以下の点を是正すること。 

 

（1）32 年度前期時間割において専門職大学 CW1年と専門学校 ST2が同曜日、同時間帯に同

じ 201教室を使う計画となっているため、適切な時間割となっているのか懸念されるため、

教育課程全体を検証した上で修正すること。 

 

（2）33年度時間割において、講堂で授業を行うものが多数あるが、完成年度において教室

等が十分なのか懸念されるため、専門学校を含め十分な教室等があることを明確にするこ

と。 

（対応） 

（1） 

審査意見の指摘を受け、全時間割を確認したところ、201教室において、専門職大学の福

祉介護イノベーション学科１年と専門学校の言語聴覚学科２年が、同曜日、同時間帯で使用

する記載になっていた。しかし、このような計画はなく、時間割の記載間違いであった。 

指摘を踏まえ、正しい教室運用、実習室運用が行われるよう、全見直しを行い、適切な時

間割を作成した。 

 

（2） 

審査意見の指摘を受け、全時間割を確認したところ、２年生の選択科目において講堂を使

用しているのが認められた。それらの科目は、理学療法学科及び作業療法学科の合同で行う

選択科目のため、時間割のような書き方をしていても、実施には、40 名定員の１クラス開

講の授業である。 

ただ、中には２科目同曜日同時間帯で行っているのを、同じ教室で記載されているものも

あり、正しくない記載と紛らわしい記載方法であることから、指摘を踏まえ、十分な教室等

が確保されていることが一目でわかるような資料を作成した。教室稼働表は、審査意見 30

で説明している。 

 

【資料 21】 時間割 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

 【名称、その他】 

 

32．【全体計画審査意見 32の回答について】 

＜書類不備＞ 

認可申請書類に多数の誤字等があるため修正すること。 

（対応） 

今回の補正申請に当たっては、書類確認を含めたスケジュールおよび体制をしっかり立

て、提出資料の誤字脱字、印刷物の見切れはすべてダブルチェックを行い、誤字脱字や印刷

した際に見切れのない資料の作成に努めた。 
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（是正事項）リハビリテーション学部 全学共通 

【審査意見以外の対応】 

【学科再編成に伴う提出書類について】 

医療福祉学部 リハビリテーション学科 理学療法専攻 夜間コース、医療福祉学部 リハビ

リテーション学科 作業療法専攻 夜間コース、医療福祉学部 福祉介護イノベーション学科

取り下げに伴う提出書類の対応について。 

審査意見の指摘を受け、学部、学科を再編成し、医療福祉学部 リハビリテーション学科 

理学療法専攻 夜間コース、医療福祉学部 リハビリテーション学科 作業療法専攻 夜間コ

ース、医療福祉学部 福祉介護イノベーション学科を取り下げ、申請書類の見直しを図った。 

（新旧対照表）提出書類

新 旧 

1.リハビリテーション学科 理学療法専攻

夜間コース、作業療法専攻 夜間コース 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

（削除） 

2.福祉介護イノベーション学科

（削除）

（削除） 

（削除） 

1.リハビリテーション学科 理学療法専攻

夜間コース、作業療法専攻 夜間コース 

教育課程等の概要 

授業科目の概要 

専門職大学等における実験、実習又は実

技による授業科目及びこれに代替する演

習による授業科目一覧 

シラバス（授業計画）

・総合科目、実習実技

2.福祉介護イノベーション学科

教育課程等の概要

授業科目の概要 

専門職大学等における実験、実習又は実

技による授業科目及びこれに代替する演

習による授業科目一覧
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 （削除） 

 

 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 （削除） 

 

 3.医療福祉学部 

 （削除） 

シラバス（授業計画） 

・専任教員 

・総合科目、実習実技 

 

教員名簿［教員の氏名等］ 

 

実務の経験を有する専任教員一覧 

 

専任教員の年齢構成・学位保有状況 

 

専任教員の年齢構成・学位保有状況（専

門職大学等の実務の経験を有する専任教

員） 

 

教員個人調書等（教員） 

 

臨地実務実習施設の確保状況説明書 

 

臨地実務実習施設一覧 

 

臨地実務実習施設の概要 

 

臨地実務実習施設使用承諾書 

 

 3.医療福祉学部 

必要校地面積の減算説明書 
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リハビリテーション学部

【審査意見以外の対応】

【施設、設備等の整備計画】 

図書室閲覧席、情報処理室、実習室等の整備計画 

（対応） 

学部・学科構成の変更に伴い、講義室を 20室から 16室に減らし、良好な教育研究環境を

整備するため、個人研究室 55室、研究実験室２室を確保し、実習室面積等の変更を行った。 

（1）別館２階 図書室の閲覧席は 76席整備したが、専門学校の昼間学科が廃止になる 2021

（平成 33）年８月に隣の情報処理室を閲覧席として拡大し、収容定員２割の合計 130

席を整備する。 

（2）別館２階 情報処理室は、2021（平成 31）年５月に別館１階に移設する。 

（3）理学療法士作業療法士ガイドラインに基づき実習室を整備したが、教育環境の充実を

図るため、実習室を拡大する。 

なお、学生が移動する負担を軽減するよう実習室の配置を見直し、使用する実習室が

近くなるよう最適化する。また、面積は 2018（平成 30）年 12月の竣工図に基づき、す

べて内寸に変更した。 

図表 32 実習室

室名 
面積 場所 

備考 
新(内寸) 旧(面心) 新 旧 

水治室※ 68 ㎡ 75 ㎡ 変更なし 本館１階 

家政実習室※ 72 ㎡ 75 ㎡ 変更なし 本館１階 ADL室活用 

評価実習室※ 101㎡ 100㎡ 変更なし 別館４階 

機能訓練室※ 96 ㎡ 100㎡ 変更なし 別館４階 

治療実習室※ 124㎡ 125㎡ 変更なし 別館４階 

治療室 127㎡ 125㎡ 変更なし 別館４階 

図書室 473㎡ 354㎡ 変更なし 別館２階 76→130席 

補装具室 128㎡ 67 ㎡ 変更なし 別館１階 

情報処理室 142㎡ 135㎡ 別館１階 別館２階 

ADL室 
132㎡ 

67 ㎡ 
別館１階 

別館１階 

動作解析室 67 ㎡ 別館１階 

基礎医学実習室 128㎡ 100㎡ 別館１階 別館４階 

レクリエーション室 98 ㎡ 125㎡ 別館４階 本館５階 

基礎作業(木工･金工) 112㎡ 67 ㎡ 本館５階 別館１階 

基礎作業(陶工･絵画) 110㎡ 67 ㎡ 本館５階 別館１階 

基礎作業(織物･手工芸) 112㎡ 67 ㎡ 本館５階 別館１階 

※採寸方法が異なるが、新旧で場所及び面積に変更はない

【資料 22】 見取図
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【資料3】



【資料 4】 

1 

科⽬名 社会⼈基礎⼒ 担当教員 

学科 理学療法学科・作業療法学科 学年 1 学年 

学期 前期・後期 必修 / 選択 選択 授業形態 演習 

単位数 1 単位 時間数 30 時間 回数 15 回 

授業概要 職場をはじめ地域活動や⽇常⽣活に⽋かせない要素の⼀つがコミュニケーションである。 

近年、SNS の発達により利便性は⾼まったが Face to Face の⼼を添わせたコミュニケーションが 

不⾜しているのは否めない。 

⾃発的なコミュニケーション能⼒を⾼めるのは学⽣時代から習慣化させることが望ましい。 

経済産業省が提唱した 3 つの能⼒「前に踏み出す⼒」「考え抜く⼒」「チームで働く⼒」を基軸に 

12 の能⼒要素を授業に取り⼊れ、即実践できる⼈材の養成を⽬指す。 

またグループワークで協業し実⾏する「実践的な授業」を積極的に取り⼊れる。 

セルフコントロールを基軸に平常⼼で相⼿の話を聴き、⼼を添わせた「相⼿を慮るコミュニケーシ

ョン」を理解し、⼈間関係における意思疎通と信頼性の重要性を学ぶ。

到達⽬標 ① 多種多様の⼈々と協業する上で⼤切な傾聴⼒を⾼め、相⼿にわかりやすく伝えられる

② ⾃ら考え問題点を抽出し、計画、⾏動化することで⾃発的の重要性を理解する

③ 将来の実務リーダーの役割を担う⼈材として、リーダーシップの本質を理解する

④ セルフマネジメントを定着させることで、円滑なコミュニケーションができるようになる

№ テーマ 内容 

1 

チームで働く⼒

（チームワーク）

【規律性】

授業内容 学⽣と社会⼈の違い：社会⼈の環境を理解し意識改⾰を図る 

予習 学⽣と社会⼈の違いに関して具体的な事例を考える 

復習 社会⼈になるまでに準備できることを確認する 

2 

チームで働く⼒

（チームワーク）

【規律性】

授業内容 ビジネスマナー：職場に相応しいマナーの基本 

予習 ⼀般的なマナーとビジネスマナーの違いを考える 

復習 
職域や業務によるビジネスマナーの違い、信頼関係を築くためのマナーを確

認する 

3 

チームで働く⼒

（チームワーク）

【発信⼒】

授業内容 チームを活性化させる：協業の必要性と役割分担

予習 チームとグループの違いを考える

復習 ⽬標を達成するためのチームにおける役割分担を理解する

4 

チームで働く⼒

（チームワーク）

【傾聴⼒】

授業内容 傾聴⼒を⾼める：相⼿の声を漏らさずに正確に聴きとる 

予習 相⼿の話に集中して漏らさずに聞くポイントを考える 

復習 顕在化したことだけでなく潜在的なニーズの掘り起こす⼿法を確認する 

5 

チームで働く⼒

（チームワーク）

【情報把握⼒】

授業内容 ロジカルシンキング（基礎）：正確で効率の⾼い情報整理

予習 相⼿に正しくわかりやすく伝えるためのポイントを考える

復習 ロジカルシンキングの基本的な体系を学び情報を整理する
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6

チームで働く⼒

（チームワーク）

【情報把握⼒】

授業内容 ビジネスコミュニケーション：報告・連絡・相談の重要性

予習 報告・連絡・相談のビジネスシーンを考える

復習
実際に活⽤する際の注意点を配慮して、社内の報連相の徹底が顧客満⾜につ

ながることを確認する

7

前に踏み出す⼒

（アクション）

【主体性】

授業内容 セルフコントロール：⾃⼰分析とモチベーションコントロール

予習 ⾃分の思考・感情・⾏動傾向を客観視する

復習
分析シートにより⾃⼰分析後、⾃分に合ったコントロール⽅法でモチベーシ

ョンが向上することを確認する

8

チームで働く⼒

（チームワーク）

【柔軟性】

授業内容 アサーティブ・コミュニケーション：よりよい⼈間関係を創る

予習 よりよい⼈間関係のコミュニケーションに何が必要か考える

復習
⾃分も相⼿も⼤事にする「アサーティブ・コミュニケーション」のポイント

を確認する

9

考え抜く⼒（シン

キング）

【問題発⾒⼒】

授業内容 ロジカルシンキング（応⽤）：問題解決を図る

予習 （基礎）で学んだＣＲＥＣ等のロジックの復習

復習
ロジカルシンキングの体系の活⽤と、更に表現⼒を加えることで相⼿の理解

を深める話し⽅を確認する

10

前に踏み出す⼒

（アクション）

【働きかけ⼒】

授業内容 タイムマネジメント：効率性と⽣産性を⾼める

予習 限られた時間で仕事をするための⼯夫を考える

復習 優先順位と劣性順位、重要性と緊急性を勘案して⾃分の⾏動を分析する

11

前に踏み出す⼒

（アクション）

【実⾏⼒】

授業内容 リーダーシップ：現場活性化と部下の育成指導

予習 ⾃分が考えるリーダーシップ像を確認する

復習
組織により信頼関係を築くリーダーシップのスタイルが様々であることを確

認する

12

考え抜く⼒（シン

キング）

【創造⼒】

授業内容 フィールドワーク：現場体験

予習 実際の職場（⼈事・労務・教育・店舗等の各分野）の状況想定

復習 実際に経験して発⾒したことをまとめる（レポート作成）

13

チームで働く⼒

（チームワーク）

【ストレスコント

ロール⼒】

授業内容 ストレスマネジメント：ストレスのセルフコントロール法

予習 ストレスとは何か。⾃分にとってのストレスを考える

復習
⾃分に合ったストレスコントロール法を把握し、実⾏項⽬を決定、プロセス

管理する

14

前に踏み出す⼒

（アクション）

【主体性】

授業内容 キャリアプラン：ワークライフバランスと必要なスキル

予習 「ライフイベントシート」に現在の時点での⼈⽣設計を考える

復習
「ライフイベントシート」にワークライフバランスを加え「働く意味」を理

解する

15

考え抜く⼒（シン

キング）

【創造⼒】

授業内容 プレゼンテーション

予習 12 回⽬のフィールドワークで得た経験をまとめプレゼンテーションの準備

復習 周囲からの学びや、⾃分へのフィードバックを把握し理解する
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評価法基準 試験：50％

授業内⼩テスト・レポート：30％

授業内ディスカッション・プレゼンテーション：20％

教科書・参考書 オリジナルでテキスト・パワーポイント作成

⾃社作成のＤＶＤ等を使⽤

履修上の注意 テキストを中⼼に、講義・個⼈ワーク・グループワークを多く取り⼊れる。

コミュニケーション⼒向上のために、積極的に議論や共同作業に臨むこと

⾃分から考え⾏動する「⾃発性」を発揮すること
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6．【全体計画審査意見 6の回答について】 ........................................ 14 

＜時間割が不十分＞ 
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＜専攻分野に係る理論系の専任教員が不十分＞ 
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（是正事項）リハビリテーション学部 

 【大学等の設置の趣旨・必要性】 

 

1．【全体計画審査意見 1の回答について】 

＜夜間コースの運営が不明確＞ 

リハビリテーション学科の各専攻の夜間コースは、入学定員が各 40人で、社会人入試で各

34 人、留学生入試で若干名確保する計画となっている。夜間コースの社会人学生や留学生

は仕事を続けながら学修を続ける者も想定されるが、各学年にわたって学修を続けること

ができるのかどうか不明である。夜間コースの学生は、学修時間に一定の制約があるため、

昼間コースの学生と比して十分な学修成果が得られるのか懸念されるため、学修支援の方

策のほか入学の前提となる修学上の要件などがあれば明確にすること。 

（対応） 

敬心学園では東京都 23 区内で保健・医療・福祉分野の専門職を育成するグループ５校を

展開し、近年は夜間部学生や社会人学生を積極的に受入れ、学び直しや新たな職業能力を身

に付けたいという、幅広い年齢の、多様な志望動機や社会的背景を持った志望者に対して教

育を行い、社会人の学び直しニーズへの対応を行ってきている。 
昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受入れる計画とした。さらに、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、夜間コースの取り下げを行うこととしたため、是正事項に対する回答は行わない。 
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（是正事項）リハビリテーション学部  

 【教育課程等】 

 

2．【全体計画審査意見 2の回答について】 

＜基本科目の科目区分等が不明確＞ 

リハビリテーション学科の基礎科目に地域福祉論、救急救命の基礎、薬理学が配置されてい

るが職業専門科目に配置することがふさわしいと考えられる。また、音楽療法、手話につ

いては、養成する人材像を踏まえ授業科目の配置の妥当性を明確にするか、修正すること。

養成する人材像を踏まえると、基礎科目において、物理学や化学などの自然科学系の科目

が必要と考えられるため、これらの科目配置を含め、基礎科目全体を充実させること。 

（対応） 

○ 地域福祉論・救急救命の基礎・薬理学について 

審査意見の指摘を受け、教育課程の再検討を行った。 
専門職大学の「基礎科目」は、生涯にわたり自らの資質を向上させ、社会的及び職業的自

立を図るために必要な能力を育成するための授業科目で、卒業要件は 20 単位以上と定めら

れている。 
当初の申請において、地域福祉論、救命救急の基礎、薬理学を基礎科目として配置してい

たが、審査意見を踏まえ、この３科目は、「専攻に係る特定の職業において必要とされる理

論的かつ実践的な能力及び当該職業の分野全般にわたり必要な能力を育成するための授業

科目」と定めた専門職大学設置基準第十三条第二項の職業専門科目に規定に該当すること

から「職業専門科目」に配置することが適当であると判断した。 
このため、これら３科目はすべて職業専門科目に配置するよう変更した。１年前期及び後

期に２回開講する配置であった「地域福祉論」を理学療法学科では１年前期に、作業療法学

科では 1 年後期に、配置する。さらに、「救命救急の基礎」は両学科とも２年後期に、「薬理

学」は両学科とも３年前期に配置する。 
 

○ 音楽療法、手話について 

審査意見の指摘を受け、養成人材像を踏まえ教育課程を検討した結果、「手話」は、地域

社会に貢献できる新たなコミュニケーション手段を提案、開発するために必要な知識と技

術を獲得することから在宅医療の推進に貢献できる科目であり、「音楽療法」は高齢者等の

趣味や生きがいにつながる健康寿命の延伸や在宅医療の推進に貢献できる科目であること

から、どちらも専門分野に隣接する他分野として位置づけ、展開科目への配置に変更した。 
「音楽療法」は、「音楽のもつ生理的、心理的、社会的働きを用いて、心身の障害の回復、

機能の維持改善、生活の質の向上、行動の変容などに向けて、音楽を意図的、計画的に使用

すること」と定義されており、音楽療法には不安や痛みの軽減、精神的な安定、自発性・活
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動性の促進、身体の運動性の向上、表情や感情の表出、コミュニケーションの支援、脳の活

性化、リラクゼーションなどの効果が報告されている。「手話」は、2011 年７月 29 日、手

話を「言語」と規定した改正障害者基本法案が参議院本会議において全会一致で可決、成立

し、８月５日に公布され、日本で初めて手話の言語性を認める法律の裏付けが制定された。

聴覚障がい者とのコミュニケーション手段である手話の能力を育む科目は、「専攻に係る特

定の職業において必要とされる理論的かつ実践的な能力及び当該職業の分野全般にわたり

必要な能力を育成するための授業科目」と定めた専門職大学設置基準第十三条第二項の職

業専門科目を鑑みると、「基礎科目」ではなく「展開科目」に配置することが適当であると

判断し、配置を修正した。科目名はそれぞれ、「音楽療法による QOL の維持向上」及び「手

話による聴覚障害者とのコミュニケーション」とする。 
 

○ 物理学、化学などの自然科学系の科目について 

審査意見の指摘を受け、基礎科目の再検討を行った結果、理学療法士・作業療法士として

の知識及び科学的思考力を育成するうえで物理学や化学などの自然科学系の科目が必要で

あると判断し、「基礎科目」に新たに「物理学」「化学」の２科目を追加した。この２科目は、

どちらも１年次の前期及び後期に２回開講し、学生が受講しやすくするようにした。 
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（是正事項）リハビリテーション学部  

 【教育課程等】 

 

3．＜客観的臨床能力試験の内容が不明確＞ 

＜臨地実務実習が不明確＞ 

リハビリテーション学科の「OSCE（客観的臨床能力試験）」の具体的内容を明確にし、臨地

実務実習前教育で一定の水準の到達レベルに達していることを判断できる内容に修正す

ること。 

（対応） 

OSCEの具体的内容等については、以下の通りである。 

 

＜理学療法学科＞ 

理学療法学科では、「客観的臨床能力試験（OSCE）」を、下記の要領で実施をする。 

○ 目的 

主に学内で学修した知識と技術・技能及び態度が臨地実務実習（臨床実習）実施前に

おいて統合され、実施できる段階にあるかについて事前学修として行い、臨地実務実

習（臨床実習）への参加の可否の判断を行うためのものである。 

 

○ 実施方法 

1. 実習室内のステーションと呼ばれる連続した小部屋を設置する。 

2. 各ステーションに 一試験課題を設定する。 

3. 各ステーションには模擬的臨床場面として、本物の患者と同様の演技をするよう

に訓練を受けた標準模擬患者を配置する。 

4. 受験者は標準模擬患者を対象に臨床技能に関する試験課題を実践する。 

5. 各ステーションには採点者に当たる評価者を配置して、評価マニュアルに沿って

評価用紙に採点結果を記入する。 

6. 評価者は、評価用紙に従った評価項目のみ採点し、口頭による質問等は行わない。 

7. 受験者はタイムキーパーの進行に従い、各ステーションの課題試験を一定の時間

内で受験し、１つの課題が終了した後、隣のステーションに移動し、全ステーシ

ョンを一巡し、一連の複数の課題を受験する。 

8. 各ステーションの試験の流れとして、受験者はステーション入室時に課題の内容

を提示した用紙を読み課題内容を理解した上で、標準模擬患者を対象に課題を遂

行する。 

9. 課題終了後に、評価者や標準模擬患者が受験者にフィードバックを行うこともあ

る評価法である。 
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○ 評価例 

「客観的臨床能力試験（OSCE）」については各課題の得点の 60％以上を合格とし、課

題得点が 40％以上 60％未満と判定された学生は、臨地実務実習（臨床実習）開始前

までに復習し、教員による指導を受ける。指導により改善が認められた場合、臨地実

務実習（臨床実習）の履修を許可する。 

 

＜作業療法学科＞ 

○ 目的 

   作業療法学科では、「客観的臨床能力試験（OSCE）」については、「『学内で修得した評

価や治療・指導・援助の技術・技能の内容を学生模擬対象者に対して実施することで、

技術・技能（認知領域・精神運動領域）の到達目標の達成度を評価すると共に、その

実技の際の態度等（情意領域）の評価を実施する』ことで、学生自身が学外実習の前

に身に付けるべき知識・技術・態度等の到達度を理解し、必要な項目にあっては実習

までに修正できる」ことを目標とする。 

 

○ 実施方法 

具体的実施方法については、学生模擬対象者に対して必要な実技を実施することで

「認知領域」「精神運動領域」の評価を実施すると共に、その際の態度等から「情意

領域」の評価を行う。専門学校で実施する OSCE を担当する教員は、原則として実務

家教員のみであるが、専門職大学である本学では作業療法士の資格を持つ全教員が関

わるため、理論系・実務系教員それぞれの経験に基づいた評価と結果に対する指導が

できる。また、専門学校では指定規則上必要な６名の教員により OSCEを実施するが、

本学では理論系・実務系教員の全 18 名という人数で指導することも、指導上の質的

向上につながるものと考えている。 

また、専門学校で行われている実技実習の手技の評価ではなく、本学が示す「到達目

標」の行動目標に到達しているか否かを明らかにする。このために実習成績の評価基

準である「５段階評価」（図表）を用いることで、学外実習との関連を図ることがで

きるものと考える。 

 

図表１ 「５段階評価」の例 

A 助言・指導なしでも、実施することができる。 

B 適宜の助言・指導を必要とするが、実施することができる。 

C 多くの助言・指導を必要とするが、実施することができる。 

D 助言・指導を必要としたが、実施することができない。 

E まったく、実施することができない。 
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 また評価項目は、該当する臨地実務実習で到達すべき行動目標に対応させ、設定する。こ

れにより、実習に必要な到達レベルを学生自身も認識することが可能となり、実習前に行動

目標に達していない項目に対し、その項目への到達のために自己研鑽ができると考えてい

る。 

例えば「評価実習終了時」に到達すべき行動目標（図表）として示す項目に対し、OSCE時

点でどの程度目標に到達しているかを評価し、臨地実務実習で学生自身が行うべき内容を

把握させると共に、目標未達の場合には何が足りないか、学生が自己学習することができる

と考えている（図表３）。 

 

図表２ 評価実習終了時の行動目標（精神運動領域） 

6-1 （評価に）必要な機器や道具等を事前に準備する。 

6-2 （評価について）適切なオリエンテーションを実施する。 

6-3 選択した評価内容（情報収集・面接・観察・検査測定）を実施する。 

12-1 （作業療法実施に当たり）他部門や対象者および家族との連絡調整（時間・場所・

人）をする。 

12-2 連絡調整した内容に沿って環境を整える。 

14-3 （計画に沿った治療・指導・援助を実施する際の）安全性を確保する。 

 

図表３ OSCEの流れ 
○学内での「講義―演習・実習」 

   ↓ 

○OSCE の実施 

・「到達目標」による「5段階評価」 

   ↓ 

○OSCE の評価結果の振り返り 

・実技の可否と必要な助言・指導等の内容の振り返り（担当教員全員） 

   ↓ 

○自己研鑽・自己学習 

・経験豊富な実務系教員を中心とした実技の修得と態度等の意識化 

・経験豊富な理論系教員を中心とした評価結果の解釈等の作業療法計画へのつながり 

   ↓ 

○臨地実務実習へ 
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（是正事項）リハビリテーション学部  

 【教育課程等】 

 

4．【全体計画審査意見 4の回答について】 

＜臨地実務実習が不明確＞ 

臨地実務実習の以下を是正すること。 

 

（１）リハビリテーション学科に係る実習施設の確保について、「実習施設は１都３県（東

京都、埼玉県、神奈川県、千葉県）を中心となるものの全国的に確保した」と説明があり、

「原則として、実家等から実習施設への通学が可能である場合を想定している」となってい

るが、１都３県以外の「全国的」に実習施設を確保するとする必要性や期待する教育効果が

不明であるため、明確にすること。その際、確保した実習施設と受け入れ学生数について、

都道府県ごとに一覧化し示すこと。 

 

（２）リハビリテーション学科の各学科専攻において、昼夜開講制を含め各実習科目及び施

設を示した上で、全体の巡回指導計画表を作成し、臨地実務実習の指導体制が適切であるこ

とを明確にするか、修正すること。 

（対応） 

（１） 

今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生自習室

等の環境等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断し、夜

間コースの取り下げを行ったため、定員が120人から80人に変更になった。 

そのため実習施設の見直しを行った。見直しの際に、受入施設を全国に広げるのことも

意味のあることだが、昨今、精神的・心理的な問題を抱えた学生が少なくないことから、

メンタルケアを重視し、何か緊急事態が発生した際に、教員が直接施設に赴けるよう、近

隣の実習施設に絞る、という方針に修正した。１都３県の施設で受入学生数が確保できる

ように調整を行った。 

実習施設数は下記の通りであり、すべての実習科目において必要受入学生数を確保して

いる。 
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図表４ 理学療法学科 １都３県 実習施設数・受入学生数一覧 

単位：施設数、（）内受入学生数 

 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 合計 

新 旧 新 旧 新 旧 新 旧 新 旧 

見学実習 48(72) 50(74) 4(6) 10(19) 0(0) 18(37) 2(2) 18(26) 54(80) 96(156) 

検査測定 32(49) 43(62) 8(15) 15(24) 5(8) 18(32) 7(8) 18(21) 52(80) 94(139) 

評価実習 31(43) 45(61) 5(9) 7(13) 12(24) 25(42) 4(4) 14(16) 52(80) 91(132) 

総合実習 56(77) 56(77) 2(3) 15(22) 0(0) 30(55) 0(0) 20(23) 58(80) 121(177) 

地域実習 25(47) 25(47) 5(8) 6(9) 11(18) 15(28) 7(7) 9(9) 48(80) 55(93) 

 

 

図表５ 作業療法学科 １都３県 実習施設数・受入学生数一覧 

単位：施設数、（）内受入学生数 

 東京都 神奈川県 埼玉県 千葉県 合計 

新 旧 新 旧 新 旧 新 旧 新 旧 

体験実習Ⅰ 32(49) 32(49) 8(12) 11(15) 5(8) 17(30) 5(11) 12(20) 50(80) 72(114) 

体験実習Ⅱ 31(52) 32(54) 6(9) 8(12) 7(10) 19(32) 4(9) 11(19) 48(80) 70(117) 

評価実習Ⅰ 33(47) 33(47) 6(6) 11(13) 9(15) 21(38) 6(12) 12(20) 54(80) 77(118) 

評価実習Ⅱ 27(42) 27(42) 7(8) 8(10) 8(18) 14(31) 9(12) 10(14) 51(80) 59(97) 

総合実習Ⅰ 35(49) 35(49) 5(5) 10(11) 7(13) 20(38) 6(13) 12(19) 53(80) 77(117) 

総合実習Ⅱ 30(43) 30(43) 5(6) 7(9) 9(23) 16(34) 6(8) 11(14) 50(80) 64(100) 

地域実習 26(47) 26(47) 6(8) 10(17) 9(18) 11(24) 5(7) 7(10) 46(80) 54(98) 

 

（２） 

審査意見の指摘を受け、実習巡回を行う、理学療法学科「評価実習（４年前期）」「総

合実習（４年前期）」、ならびに作業療法学科「評価実習Ⅰ（２年後期）」「評価実習Ⅱ

（２年後期）」「総合実習Ⅰ（４年前期）」「総合実習Ⅱ（４年前期）」の巡回指導計画

表を作成した（【資料１】【資料２】）。 

    

   巡回指導に関する方針は、下記の通りである（両学科共通）。 

 

○ 専任教員の配置並びに巡回指導計画  

専任教員を配置し、各臨地実務実習期間の中期に臨地実務実習巡回指導を実施する。

その際には、臨地実務実習目標の達成度や顕在化した課題の明確化を図り、学生、大学、

臨地実務実習指導者の相互認識のもと一貫した指導体制をとる。 

 



9 

また、臨地実務実習巡回指導教員は臨地実務実習指導者と連絡をとり、開始時の学生

の状況について把握し、講義に影響を及ぼすことがないように円滑な指導ができる体

制をとっている。臨地実務実習の巡回訪問指導については、専任教員が臨地実務実習施

設を分担し、実務家教員を中心とした配置構成をする。 
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図表６ 理学療法学科：実習の巡回等を含めた予定 

科目 内 容 

全実習共通事項 

定期的に開催する臨地実務実習指導者会議へ臨地実務実習指導者が参加すること

で、実習全体の実習実施の状況等の情報共有の機会とするとともに、研修等により、

臨地実務実習指導者への教育的質の基準を担保する。 

見学実習 

見学実習は、実習前に施設へ打ち合わせのために訪問し、実習目的や方法を共有

し、その内容を実習前の学生オリエンテーションで学生も共有する。 

実習期間中に臨地実務実習指導者と電話等による情報交換を行い、訪問の必要があ

れば、臨機応変に実習地訪問をする体制とする。 

検査・測定実習 
実習期間中に臨地実務実習指導者と電話等による情報交換を行い、訪問の必要が

あれば、臨機応変に実習地訪問をする体制とする。 

評価実習  

評価実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関わる打ち合わせをし

て実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学

生とも実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換を

するとともに、原則として実習期間中実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合わ

せ、学生との面談を実施して、実習の到達目標を達成できるような指導体制とする。 

総合実習  

総合実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関わる打ち合わせをし

て実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学

生とも実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換を

するとともに、実習期間中に原則的には実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合

わせ、学生との面談を実施して、実習の到達目標を達成できるような指導体制とす

る。なお、必要に応じて適宜に実習施設を訪問するが、原則として実習期間中の半

ば、実習開始から４週目前後に実習の進捗状況を確認するために、実習施設を訪問

し、指導することとする。 

地域実習 

地域実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関する打ち合わせをし

て実習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学

生とも実習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換を

するとともに、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を実施して、実習の到達

目標を達成できるような指導体制とする。 
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図表７ 作業療法学科：実習の巡回等を含めた予定 

科目 内 容 

全実習共通

事項 

定期的に開催する臨地実務実習指導者会議に臨地実務実習指導者が参加することで、

全体の実習の動向と情報共有の機会とするとともに、研修等により、臨地実務実習指導者

の教育的質の向上を図る。 

体験実習Ⅰ 

「体験実習Ⅰ」「体験実習Ⅱ」とも、実習前に臨地実務実習巡回指導教員が施設を

訪問し、実習の目的や方法を共有し、その内容を実習前の学生オリエンテーションで学生

と共有する。 

「体験実習Ⅰ」は訪問する実習施設が毎日変わるため、基本的には臨地実務実習指導教

員が当日の緊急事態に備えて待機し、必要に応じて、即時に実習施設を訪問する体制とす

る。 

体験実習Ⅱ 

「体験実習Ⅱ」は１週間の施設実習であるため、実習期間中は原則として電話により臨

地実務実習指導者と情報交換を行い、訪問の必要があれば、臨機応変に実習地訪問をする

体制とする。 

評価実習Ⅰ 

評価実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関わる打ち合わせをして実

習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学生とも実

習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換をするとともに、

実習期間中に原則的には実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を

実施して、実習の到達目標に達成できるような指導体制とする。 

評価実習Ⅱ 

総合実習Ⅰ 

総合実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関わる打ち合わせをして実

習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学生とも実

習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換をするとともに、

実習期間中に原則的には実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を

実施して、実習の到達目標に達成できるような指導体制とする。なお、必要に応じて適宜

に実習施設を訪問するが、原則として実習期間中の半ば、実習開始から 4 週目前後に実習

の進捗状況を確認するために、実習施設を訪問し、指導することとする。 

総合実習Ⅱ 

地域実習 

地域実習では、実習開始前に臨地実務実習指導者と実習に関する打ち合わせをして実

習の目的や方法を共有するとともに、実習前の学生オリエンテーションでは学生とも実

習内容を共有する。実習期間中は、電話等により実習の進捗の情報交換をするとともに、

実習期間中に原則的には実習施設を訪問し、実習指導者との打ち合わせ、学生との面談を

実施して、実習の到達目標を達成できるような指導体制とする。 

 

また、適切な指導体制の下、実習巡回を行うため、以下の３点に留意した。 

 

 ①実習担当者の担当科目の曜日、研究日・教員会議等を考慮したうえで、実習巡回を行う。 
 ②本学との距離が近い施設の場合、授業日であっても空き時間を利用し、支障がない範囲
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で実施する。 
 ③複数個所を巡回する場合、近隣エリア内で移動できるように考慮した。 
 

【資料１】 理学療法学科 巡回指導計画表 

【資料２】 作業療法学科 巡回指導計画表 

 

○ 大学側と臨地実務実習受け入れ施設側の指導体制 

大学側と臨地実務実習受け入れ施設側との指導者が連携して臨地実務実習指導を行

う。 

それぞれの役割分担を共通理解し、緊密な連携のもとで学修効果が高くなる臨地実

務実習を可能とする体制を構築する。 

臨地実務実習に関わる大学側の臨地実務実習担当者と受け入れ施設側の臨地実務実

習指導者の役割は下記のとおりである。 

 

図表８ 臨地実務実習指導者の役割 

項目 所在 

実習中の統制 実習調整担当者・科目責任者 

実習巡回 巡回担当教員 

振り返り・成績評価 巡回担当教員他 

報告会 学科教員・臨地実務実習指導者 

成績判定 ワーキンググループ 

 

①大学側：臨地実務実習担当者 

専任教員が担当し、臨地実務実習の計画・実施・評価・臨地実務実習指導体制の構

築、臨地実務実習施設との連絡調整、臨地実務実習指導者と臨地実務実習内容・方

法に関する協議・調整等の役割がある。 

 

②臨地実務実習受け入れ施設側：臨地実務実習指導者 

臨地実務実習指導者は、臨地実務実習受入れ施設の職員であり、実務経験年数５年

以上の有資格者である。 

本学としては臨地実務実習指導者に対し、臨地実務実習指導、卒前・卒後教育等に

関連した教育や臨床に関する研修会を実施し、大学教育における臨地実務実習の意

義や目標・方法・評価等の見識、学生の能力等に合わせた臨地実務実習指導の方法

を学修する機会を複数回設定することで、実習指導者の資質や水準を一定に確保

し、指導能力を整えることを考えている。  
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（是正事項）リハビリテーション学部  

 【教育課程等】 

 

5．【全体計画審査意見 5の回答について】 

＜新指定規則への対応が不明確＞ 

「理学療法士作業療法士学校養成施設指定規則」が平成 32年４月施行で改正され、平成 32

年４月入学生からは新指定規則に基づく教育課程を編成する必要がある。示された「教育課

程と指定規則との対比表」は、改正前の指定規則に基づいた総単位数で作成されているため

修正すること。修正に当たっては、新指定規則別表第一に規定する分野ごとの教育内容、単

位数、及び備考欄に示されている学修内容がどの科目で取り扱われているのかを明示する

こと。また、併せて新指定規則に対応する機械器具等が備わっているのかどうかを明確にす

ること。 

（対応） 

 審査意見の指摘を受け、2020（平成 32）年度４月施行の新指定規則の対応表の作成を行

う。 

 10 月申請時に提出した「教育課程と指定規則との対比表」は、旧規則の単位になってい

たが、本学の教育課程は、新指定規則の下、作成を行っている。 

 新指定規則に則った「教育課程と指定規則との対比表」を資料編に掲載した。 

 

【資料３】 （理学療法学科）教育課程と指定規則の対比表 

【資料４】 （作業療法学科）教育課程と指定規則の対比表 
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（是正事項）リハビリテーション学部  

 【教育課程等】 

 

6．【全体計画審査意見 6の回答について】 

＜時間割が不十分＞ 

夜間コースの学生の時間割が作成されておらず、臨地実務実習を含め適切な学修が可能な

のかどうか不明なため、時間割を示して明確にすること。 

（対応） 

敬心学園では東京都 23 区内で保健・医療・福祉分野の専門職を育成するグループ５校を

展開し、近年は夜間部学生や社会人学生を積極的に受入れ、学び直しや新たな職業能力を身

に付けたいという、幅広い年齢の、多様な志望動機や社会的背景を持った志望者に対して教

育を行い、社会人の学び直しニーズへの対応を行ってきている。 
昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受入れる計画とした。さらに、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学科構成の見直しと、夜間コースの取り下げを行うこととしたため、是正事項に対する

回答は不要とした。 
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（是正事項）リハビリテーション学部  

 【教員組織等】 

 

7．【全体計画審査意見 7の回答について】 

＜専攻分野に係る理論系の専任教員が不十分＞ 

「リハビリテーション学科」及び「理学療法学士(専門職)」又は「作業療法学士（専門職）」

の学科名、学位名となっているが、専攻分野であるリハビリテーションを専門とする理論系

の専任教員が少なく、専門職大学設置基準第 31条第１項が規定する当該専攻分野に係る教

員組織体制として不十分であるため、適切な教員組織体制に修正すること。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、理論系教員の補充を行った。 

専門職大学設置基準上の必要教員数は、理学療法学科が８人、作業療法学科が８人、その

他 10人である。今回、リハビリテーションを専門とする理論系専任教員を、必要教員数の

半数以上確保することを目標に設定し、教員を補充した。具体的には、理学療法を専門とす

る教員を４人以上、作業療法を専門とする教員を４人以上、その他分野を専門とする教員を

５人以上の計 13人以上を目標とした。また、10月申請の際に実務系で申請した教員のうち、

理学療法学科の４名を理論系教員へ変更し、申請することとした。 

その結果、今回の補正申請では、①理学療法を専門とする理論系教員 11人（前回３人）、

②作業療法を専門とする理論系教員５人（前回４人）、③その他を専門とする理論系教員８

人（前回８人）、計 24 人（全教員の 44％）の理論系専任教員という体制となった。なお、

この 24人の学科毎の内訳は、理学療法学科 15人、作業療法学科９人である。 

 

① 理学療法を専門とする理論系専任教員 

 2018年 10月に理論系で申請した専任教員    ３人 

 今回の補正申請（３月）で、新規に採用する理論系の専任教員  ４人 

 2018年 10月に実務系で申請し、今回理論系に変更申請する専任教員 ４人 

理学療法学科の理論系専任教員： 計 11人 

② 作業療法を専門とする理論系専任教員 

 2018年 10月に理論系で申請した専任教員    ３人 

 今回の補正申請（３月）で、新規に採用する理論系の専任教員  ２人 

作業療法学科の理論系専任教員： 計 ５人 

③ その他 

 2018年 10月に理論系で申請した、理学療法学科のその他の専任教員 ４人 

 2018年 10月に理論系で申請した、作業療法学科のその他の専任教員 ４人 

その他の理論系専任教員    ：計  ８人 
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（是正事項）リハビリテーション学部 

 【教育課程等】 

 

1．＜基本科目の科目区分等が不明確＞  

基礎科目の以下の点を是正すること。 

（２）地域防災が基礎科目に配置され、展開科目に災害行政Ⅰ・Ⅱが配置されているが、ど

のような考え方に基づいた科目配置なのか不明確なため、基礎科目及び展開科目の定義及

び教育の体系性の観点から適切な配置となっていることを明確にするか修正すること。 

※審査意見の指摘は、福祉介護イノベーション学科に記載されているが、意見の内容はリハ

ビリテーション学科の内容であるため、以下のとおり対応を記載した。 

（対応） 

審査意見の指摘を受け、科目区分の定義を踏まえ、「地域防災」、「災害行政Ⅰ」「災害行政

Ⅱ」の配置の考え方の再整理を行った。 
 
○「地域防災」について 
地域防災は、一般的な教養として必要な「災害の種類」「国や行政の災害対策」「災害から

復興する過程（フェーズ）」「今まで国内外で起きた災害の事例」などを学ぶことを目的とし

ていることから、配置は変更せず、「基礎科目」に配置した。 
 
 ○「災害行政Ⅰ」「災害行政Ⅱ」について 
近年に起こった災害においては避難所や仮設住宅移住後のリハビリテーションニーズが

高かった一方で、緊急災害時の行政とのかかわりが不十分なために避難所等での活動が効

果的ではなかったという反省がある。 
「災害行政」はこのような考え方により科目配置をおこなったが、今回審査意見の指摘を

受け、科目内容を修正し、共生社会における災害について学ぶ科目とし、内容とともに科目

名称を「共生社会における災害行政Ⅰ」「共生社会における災害行政Ⅱ」へ修正した。 
「共生社会における災害行政Ⅰ」「共生社会における災害行政Ⅱ」は、隣接する他分野と

して、主に災害時の行政の具体的な対応、例えば「身近な行政における防災計画を知る」「行

政が主体となる避難所の開設、管理、運営を知る」などの警察や消防等役割等を学び、行政

の活動内容を理解した上で、職業専門科目である「地域作業療法学」「地域理学療法学」等

に関連する科目において、専門職として「何ができるのか」を考える機会につなげることが

できるよう、展開科目に配置した。 
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資 料 編 

 

【資料１】 理学療法学科 巡回指導計画表 
【資料２】 作業療法学科 巡回指導計画表 
【資料３】 （理学療法学科）教育課程と指定規則の対比表 
【資料４】 （作業療法学科）教育課程と指定規則の対比表 
 



1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
3
5

同
善

会
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

1
2
-
1
2

1
A

2
1
5
8

同
善

病
院

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

7
-
5

1
B

3
1
0
6

明
理

会
中

央
総

合
病

院
1
1
4
-
0
0
0
1

東
京

都
北

区
東

十
条

3
-
2
-

1
1

1
C

4
1
1
5

赤
羽

整
形

リ
ウ

マ
チ

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

1
-
1
7
-

8
1

D

5
1
7
7

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

6
-
3
7
-

1
2

2
E

6
7
2

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-

1
2

2
D

7
1
7
0

東
京

都
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
3
1
-
0
0
3
4

東
京

都
墨

田
区

堤
通

2
-
1
4
-

1
1

D

8
8
4

松
江

病
院

1
3
2
-
0
0
2
5

東
京

都
江

戸
川

区
松

江
2
-

6
-
1
5

1
D

9
7
3

蒲
田

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
4
3
-
0
0
1
5

東
京

都
大

田
区

大
森

西
4
-

1
4
-
5

2
C

1
0

1
0
4

牧
田

総
合

病
院

蒲
田

分
院

1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-

2
2
-
1

1
C

1
1

9
6

田
園

調
布

中
央

病
院

1
4
5
-
0
0
7
1

東
京

都
大

田
区

田
園

調
布

2
-
4
3
-
1

1
C

1
2

2
5

厚
生

中
央

病
院

1
5
3
-
8
5
8
1

東
京

都
目

黒
区

三
田

1
-
1
1
-

7
1

F

1
3

2
総

合
東

京
病

院
1
6
5
-
8
9
0
6

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-
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5
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F
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4
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3
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リ
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シ
ョ
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6
-
0
0
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東
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1
-

9
-
2
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6
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5
8
8

東
京

都
杉
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佐

谷
北

1
-
7
-
3

1
B

1
6

1
0
7

浴
風

会
病

院
1
6
8
-
8
5
3
5

東
京

都
杉

並
区

高
井

戸
西

1
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1
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8
-
2
4
-
2
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B
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計
画

表
：
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価
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習
」

4
年
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前
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：
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週

間
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月
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6
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習
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学
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山
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五
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子
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表
：

理
学

療
法

学
科

「
評

価
実

習
」

4
年

次
前

期
：

8
週

間

4
月

5
月

6
月
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o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
8

3
6

た
い

ら
整

形
外

科
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リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
7
6

東
京

都
練

馬
区

土
支

田
2
-

2
9
-
1
9

2
C

1
9

1
0
1

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-

1
-
3
3

1
C

2
0

1
4
2
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と
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形
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科
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ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
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1
8
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-
0
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2
1

東
京
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-

7
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デ

ィ
シ
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サ
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イ
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リ
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ッ
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京
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-
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-
0
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西
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-
0
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5
-
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摩
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-
0
2
9
7

東
京
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9
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0
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0
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京
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-
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-
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【
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子
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表
：

理
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療
法

学
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「
評

価
実

習
」
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前
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：
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週
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4
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習
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戸
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横
浜

市
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塚
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吉
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町
5
7
9
-
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1
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4
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千
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ハ
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リ
テ
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2
6
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県
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葉
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区
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央
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1
-
1
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-
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1
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3
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1
6
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市
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リ
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リ

テ
ー

シ
ョ
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2
7
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-
0
8
6
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千
葉

県
船

橋
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夏
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台
4
-

2
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−
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1
A

3
8

3
4

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉

県
船

橋
市

豊
富

町
6
9
6
-
1

1
A

3
9

1
5
0

安
東

病
院

3
3
3
-
0
8
6
6

埼
玉

県
川

口
市

芝
3
-
7
-
1
2

1
D

4
0

4
大

宮
共

立
病

院
3
3
7
-
0
0
2
4

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

見
沼

区
片

柳
1
5
5
0

1
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4
1

1
4
8

ク
リ

ニ
カ

ル
病

院
3
3
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-
0
0
7
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埼
玉

県
さ

い
た

ま
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岩
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区
馬

込
2
3
4

1
F

4
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1
8
5

鳳
永

病
院
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0
-
0
0
2
8

埼
玉

県
草

加
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谷
塚

2
-
1
2
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2
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9
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総
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医
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-
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5
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越
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鴨
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1
9
8
1

4
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0
5

堀
ノ

内
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院
3
5
2
-
0
0
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3

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-
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-
3
1

4
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4
5

5
3

富
家
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5
6
-
0
0
5
1
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ふ
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亀
久
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1
9
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木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
3
5

同
善

会
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

1
2
-
1
2

1
A

2
1
5
8

同
善

病
院

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

7
-
5

1
B

3
9
1

台
東

区
立

 
台

東
病

院
1
1
1
-
0
0
3
1

東
京

都
台

東
区

千
束

3
-
2
0
-

5
1

C

4
4
8

日
本

医
科

大
学

付
属

病
院

1
1
3
-
8
6
0
3

東
京

都
文

京
区

千
駄

木
1
-

1
-
5

2
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1
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京
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区
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-
2
-

1
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E
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1
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赤
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ウ

マ
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ク
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ニ
ッ
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5
-
0
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5
5
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京

都
北

区
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西

1
-
1
7
-
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7
1
7
7

赤
羽
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ハ
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リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤
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西

6
-
3
7
-

1
2

2
C

8
7
0

苑
田

会
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
2
0
-
0
0
0
6

東
京

都
足

立
区

谷
中

5
-
9
-

1
1

1
C

9
1
2
0

イ
ム

ス
東

京
葛

飾
総

合
病

院
1
2
4
-
0
0
2
5

東
京

都
葛

飾
区

西
新

小
岩

4
-
1
8
-
1

1
C

1
0

7
2

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-

1
2

2
D

1
1

1
7
0

東
京

都
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
3
1
-
0
0
3
4

東
京

都
墨

田
区

堤
通

2
-
1
4
-

1
1

D

1
2

8
4

松
江

病
院

1
3
2
-
0
0
2
5

東
京

都
江

戸
川

区
松

江
2
-

6
-
1
5

1
D

1
3

1
8
7

東
京

脳
神

経
セ

ン
タ

ー
病

院
1
3
4
-
8
6
0
8

東
京

都
江

戸
川

区
西

葛
西

7
-
1
2
-
7

1
F

1
4

1
5
1

あ
そ

か
病

院
1
3
5
-
0
0
0
2

東
京

都
江

東
区

住
吉

1
-
1
8
-

1
1

A

1
5

7
3

蒲
田

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
4
3
-
0
0
1
5

東
京

都
大

田
区

大
森

西
4
-

1
4
-
5

2
A

1
6

1
0
4

牧
田

総
合

病
院

蒲
田

分
院

1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-

2
2
-
1

1
A

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

A B C D E F

富
田

　
義

人

重
國

　
宏

次

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

有
本

　
邦

洋

中
村

　
泰

規

杉
山

　
真

理

五
嶋

　
裕

子

5



5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

1
7

9
6

田
園

調
布

中
央

病
院

1
4
5
-
0
0
7
1

東
京

都
大

田
区

田
園

調
布

2
-
4
3
-
1

1
B

1
8

2
5

厚
生

中
央

病
院

1
5
3
-
8
5
8
1

東
京

都
目

黒
区

三
田

1
-
1
1
-

7
1

B

1
9

1
3
4

駒
沢

病
院

1
5
4
-
0
0
1
2

東
京

都
世

田
谷

区
駒

沢
2
-

2
-
1
5

1
B

2
0

1
3
1

介
護

老
人

保
健

施
設

　
ビ

バ
・

フ
ロ

ー
ラ

1
5
4
-
0
0
1
7

東
京

都
世

田
谷

区
世

田
谷

1
-
1
6
-
2

1
C

2
1

8
7

成
城

リ
ハ

ケ
ア

病
院

1
5
7
-
0
0
7
2

東
京

都
世

田
谷

区
祖

師
谷

3
-
8
-
7

1
C

2
2

9
3

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京

都
中

野
区

中
野

5
-
4
4
-

7
1

C

2
3

4
7

新
渡

戸
記

念
中

野
総

合
病

院
1
6
4
-
8
6
0
7

東
京

都
中

野
区

中
央

4
-
5
9
-

1
6

1
E

2
4

1
6
9

東
京

総
合

保
健

福
祉

セ
ン

タ
ー

　
江

古
田

の
森

1
6
5
-
0
0
2
2

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-

1
4
-
1
9

1
E

2
5

2
総

合
東

京
病

院
1
6
5
-
8
9
0
6

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-

1
5
-
2

1
E

2
6

1
3
2

河
北

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-

9
-
2
7

1
F

2
7

1
2
4

河
北

総
合

病
院

1
6
6
-
8
5
8
8

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

1
F

2
8

1
0
7

浴
風

会
病

院
1
6
8
-
8
5
3
5

東
京

都
杉

並
区

高
井

戸
西

1
-
1
2
-
1

1
F

2
9

8
2

助
川

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
6
9
-
0
0
7
5

東
京

都
新

宿
区

高
田

馬
場

1
-
5
-
1
0

1
A

3
0

1
8
2

心
身

障
害

児
総

合
医

療
療

育
セ

ン
タ

ー
1
7
3
-
0
0
3
7

東
京

都
板

橋
区

小
茂

根
1
-
1

−
1
0

4
A

3
1

1
1
6

小
豆

沢
病

院
1
7
4
-
0
0
5
1

東
京

都
板

橋
区

小
豆

沢
1
-

6
-
8

1
A

3
2

1
2
9

東
武

練
馬

中
央

病
院

1
7
5
-
0
0
8
3

東
京

都
板

橋
区

徳
丸

3
-
1
9
−

1
1

B

3
3

1
6
3

慈
誠

会
成

増
病

院
1
7
5
-
0
0
9
4

東
京

都
板

橋
区

成
増

3
-
3
9
−

5
1

B

A B C D E F

富
田

　
義

人

重
國

　
宏

次

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

有
本

　
邦

洋

中
村

　
泰

規

杉
山

　
真

理

五
嶋

　
裕

子
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5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

3
4

9
辻

内
科

循
環

器
科

歯
科

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
7
8
-
0
0
6
1

東
京

都
練

馬
区

大
泉

学
園

町
8
-
2
4
-
2
5

1
B

3
5

4
9

練
馬

光
が

丘
病

院
1
7
9
-
0
0
7
2

東
京

都
練

馬
区

光
が

丘
2
-

1
1
-
1

1
C

3
6

3
6

た
い

ら
整

形
外

科
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
7
6

東
京

都
練

馬
区

土
支

田
2
-

2
9
-
1
9

4
C

3
7

1
0
1

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-

1
-
3
3

1
C

3
8

5
8

む
さ

し
の

共
立

診
療

所
1
8
0
-
0
0
1
3

東
京

都
武

蔵
野

市
西

久
保

2
-
1
7
-
1
1

1
A

3
9

1
4
2

さ
い

と
う

整
形

外
科

　
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

科
1
8
0
-
0
0
2
1

東
京

都
武

蔵
野

市
桜

提
2
-

7
-
2
7
　

メ
デ

ィ
シ

ャ
ト

ル
桜

提
1

A

4
0

1
0
9

介
護

老
人

保
健

施
設

　
ふ

れ
あ

い
の

里
1
8
3
-
0
0
1
2

東
京

都
府

中
市

押
立

町
1
-

9
-
1

2
B

4
1

1
2
8

小
金

井
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
8
4
-
0
0
1
3

東
京

都
小

金
井

市
前

原
町

1
-
3
-
2

1
B

4
2

7
9

国
分

寺
病

院
1
8
5
-
0
0
1
4

東
京

都
国

分
寺

市
東

恋
ヶ

窪
4
-
2
-
2

2
B

4
3

1
0
8

緑
成

会
整

育
園

1
8
7
-
0
0
3
2

東
京

都
小

平
市

小
川

町
1
-

7
4
1
-
3
4

1
D

4
4

1
8
6

緑
成

会
病

院
1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
−
1

2
D

4
5

6
9

立
川

介
護

老
人

保
健

施
設

わ
か

ば
1
9
0
-
0
0
0
1

東
京

都
立

川
市

若
葉

町
3
-

4
5
-
2

2
F

4
6

9
8

八
王

子
山

王
病

院
1
9
2
-
0
0
4
2

東
京

都
八

王
子

市
中

野
山

王
2
-
1
5
-
1
6

1
F

4
7

9
7

東
京

天
使

病
院

1
9
3
-
0
8
1
1

東
京

都
八

王
子

市
上

壱
分

方
町

5
0
-
1

1
F

4
8

6
7

介
護

老
人

保
健

施
設

　
マ

イ
ラ

イ
フ

尾
根

道
1
9
4
-
0
2
1
3

東
京

都
町

田
市

常
磐

町
3
5
4
7
-
2

2
C

4
9

6
多

摩
丘

陵
病

院
1
9
4
-
0
2
9
7

東
京

都
町

田
市

下
小

山
田

町
1
4
9
1

2
C

5
0

9
2

大
聖

病
院

1
9
7
-
0
0
1
1

東
京

都
福

生
市

福
生

8
7
1

2
F

A B C D E F

富
田

　
義

人

重
國

　
宏

次

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

有
本

　
邦

洋

中
村

　
泰

規

杉
山

　
真

理

五
嶋

　
裕

子
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5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

理
学

療
法

学
科

「
総

合
実

習
」

学
生

人
数

7
月

6
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
年

次
前

期
：

8
週

間

5
1

7
8

厚
生

荘
病

院
2
0
6
-
0
0
0
1

東
京

都
多

摩
市

和
田

1
5
4
7

1
A

5
2

1
3
8

天
本

病
院

2
0
6
-
0
0
3
6

東
京

都
多

摩
市

中
沢

2
-
5
-
1

1
A

5
3

1
1
4

東
大

和
病

院
2
0
7
-
0
0
1
4

東
京

都
東

大
和

市
南

街
1
-

1
3
-
1
2

1
B

5
4

9
9

武
蔵

村
山

病
院

2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-

1
-
5

4
B

5
5

1
5
9

川
崎

病
院

2
1
0
-
0
0
1
3

神
奈

川
県

川
崎

市
川

崎
区

新
川

通
1
2
-
1

2
C

5
6

7
麻

生
リ

ハ
ビ

リ
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
1

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

上
麻

生
6
-
2
3
-
5
0

1
C

5
7

4
大

宮
共

立
病

院
3
3
7
-
0
0
2
4

埼
玉

県
さ

い
た

ま
市

見
沼

区
片

柳
1
5
5
0

1
E

5
8

5
八

潮
中

央
総

合
病

院
3
4
0
-
0
8
1
4

埼
玉

県
八

潮
市

南
川

崎
8
4
5

1
F

5
9

1
8

春
日

部
中

央
総

合
病

院
3
4
4
-
0
0
6
3

埼
玉

県
春

日
部

市
緑

町
5
-

9
-
4

1
F

A B C D E F

富
田

　
義

人

重
國

　
宏

次

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

有
本

　
邦

洋

中
村

　
泰

規

杉
山

　
真

理

五
嶋

　
裕

子
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2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

3
4

5
6

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

1
1
3
8
同

善
病

院
1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-
7
-
5

1
A

2
2
8

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-
1
2

2
A

3
1
7
4
王

子
生

協
病

院
1
1
4
-
0
0
0
3

東
京

都
北

区
豊

島
3
-
4
-
1
5

1
B

4
1
3
9
大

橋
病

院
1
1
5
-
0
0
5
4

東
京

都
北

区
桐

ヶ
丘

1
-
2
2
-
1

1
B

5
9
4

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
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A

1
1

1
1
2
東

京
武

蔵
野

病
院

1
7
3
-
0
0
3
7

東
京

都
板

橋
区

小
茂

根
4
-
1
1
-
1
1

3
B

1
2

1
8
5
成

増
厚

生
病

院
1
7
5
-
0
0
9
1

東
京

都
板

橋
区

三
園

1
-
1
9
-
1

1
B

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

【
実
習

巡
回

指
導

教
員

】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘

6



1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

1
3

7
3

陽
和

病
院

1
7
8
-
0
0
6
2

東
京

都
練

馬
区

大
泉

町
2
-
1
7
-
1

2
C

1
4

3
0

錦
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
8
2

東
京

都
練

馬
区

錦
1
-
1
4
-
2
0

1
C

1
5

7
0

平
和

台
介

護
老

人
保

健
施

設
ア

バ
ン

セ
1
7
9
-
0
0
8
3

東
京

都
練

馬
区

平
和

台
1
-
1
6
-
1
2

3
C

1
6

5
9

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京

都
中

野
区

中
野

5
-
4
4
-
7

2
D

1
7

1
1
3
河

北
総

合
病

院
1
6
6
-
0
0
0
1

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

2
D

1
8

6
8

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-
1
-
3
3

1
E

1
9

1
1
5
弘

済
ケ

ア
セ

ン
タ

ー
1
8
1
-
0
0
1
3

東
京

都
三

鷹
市

下
連

雀
5
-
2
-
5

1
E

2
0

1
3
0
介

護
老

人
保

健
施

設
フ

ロ
リ

ー
ル

調
布

1
8
2
-
0
0
3
4

東
京

都
調

布
市

下
石

原
3
-
4
5
-
1

2
E

2
1

1
1
4
南

台
病

院
1
8
7
-
0
0
3
2

東
京

都
小

平
市

小
川

町
1
-
4
8
5

2
A

2
2

1
8
7
緑

成
会

病
院

1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
-
1

1
A

2
3

1
9
6
永

生
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
9
3
-
0
9
4
2

東
京

都
八

王
子

市
椚

田
町

5
8
8
-
1
7

3
B

2
4

6
あ

き
る

台
病

院
1
9
7
-
0
8
0
4

東
京

都
あ

き
る

野
市

秋
川

6
-
5
-
1

1
B

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

2
5

4
7

青
梅

成
木

台
病

院
1
9
8
-
0
0
0
1

東
京

都
青

梅
市

成
木

1
-
4
4
7

1
C

2
6

1
7
7
武

蔵
村

山
病

院
2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-
1
-
5

4
D

2
7

1
4

新
百

合
ヶ

丘
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
6

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

古
沢

都
古

2
5
5

1
E

2
8

3
6

紫
雲

会
横

浜
病

院
2
2
1
-
0
8
0
1

神
奈

川
県

横
浜

市
神

奈
川

区
神

大
寺

3
-
1
-
1
2

1
E

2
9

8
生

田
病

院
2
4
1
-
0
0
3
7

神
奈

川
県

川
崎

市
多

摩
区

西
生

田
5
-
2
4
-
1

1
E

3
0

3
4

江
田

記
念

病
院

2
2
5
-
0
0
1
1

神
奈

川
県

横
浜

市
青

葉
区

あ
ざ

み
野

南
1
-
1

1
A

3
1

8
8

関
東

病
院

2
3
5
-
0
0
2
3

神
奈

川
県

横
浜

市
磯

子
区

森
1
-
1
6
-
2
6

2
A

3
2

1
9
7
あ

さ
ひ

の
丘

病
院

2
4
1
-
0
8
0
3

神
奈

川
県

横
浜

市
旭

区
川

井
本

町
1
2
8
-
1

1
A

3
3

1
1

介
護

老
人

保
健

施
設

ほ
ほ

え
み

の
郷

横
浜

2
4
1
-
0
8
0
6

神
奈

川
県

横
浜

市
旭

区
下

川
井

町
2
2
0
-
1

1
A

3
4

8
0

千
葉

み
な

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
6
0
-
0
0
2
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
中

央
港

1
-
1
7
-
1
8

2
B

3
5

5
8

中
村

古
峡

記
念

病
院

2
6
0
-
0
8
4
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
千

葉
寺

町
1
8
8

2
B

3
6

1
8
6
東

京
湾

岸
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
7
5
-
0
0
2
6

千
葉

県
習

志
野

市
谷

津
4
-
1
-
1

1
B

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

3
7

2
0

松
戸

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
0
-
2
2
3
2

千
葉

県
松

戸
市

和
名

ヶ
谷

1
0
0
9
-
1

1
C

3
8

3
7

式
場

病
院

2
7
2
-
0
8
2
7

千
葉

県
市

川
市

国
府

台
6
-
1
-
1
4

1
C

3
9

1
3
5
秋

元
病

院
2
7
3
-
0
1
2
1

千
葉

県
鎌

ケ
谷

市
初

富
8
0
8
-
5
4

1
E

4
0

7
9

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉

県
船

橋
市

豊
富

町
6
9
6
-
1

1
E

4
1

9
6

中
田

病
院

3
4
7
-
0
0
6
5

埼
玉

県
加

須
市

元
町

6
－

8
2

A

4
2

9
2

埼
玉

医
科

大
学

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

3
5
0
-
0
8
4
4

埼
玉

県
川

越
市

鴨
田

1
9
8
1

5
B

4
3

8
6

霞
ヶ

関
南

病
院

3
5
0
-
1
1
7
3

埼
玉

県
川

越
市

安
比

奈
新

田
2
8
3
-
1

1
B

4
4

6
1

帝
京

大
学

ち
ば

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

2
9
9
-
0
1
1
1

千
葉

県
市

原
市

姉
崎

3
4
2
6
-
3

2
C

4
5

2
7

介
護

老
人

保
健

施
設

み
か

じ
ま

3
5
9
-
1
1
6
4

埼
玉

県
所

沢
市

三
ケ

島
5
-
1
6
3
6

1
D

4
6

3
1

圏
央

所
沢

病
院

3
5
9
-
1
1
0
6

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
9
2
-
1

1
D

4
7

4
2

所
沢

ロ
イ

ヤ
ル

病
院

3
5
9
-
1
1
5
2

埼
玉

県
所

沢
市

北
野

3
-
1
-
1
1

5
D

4
8

1
9
3
菅

野
病

院
3
5
1
-
0
1
1
4

埼
玉

県
和

光
市

本
町

2
8
-
1

2
E

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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7

1
8

1
9

2
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2
1

2
2

2
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2
4

2
5

2
6

2
7

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
評

価
実

習
Ⅱ

」

2
年

次
後

期
：

2
週

間

2
月

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地
学

生
人

数

4
9

1
新

座
志

木
中

央
総

合
病

院
3
5
2
-
0
0
0
1

埼
玉

県
新

座
市

東
北

1
-
7
-
2

1
E

5
0

7
2

堀
ノ

内
病

院
3
5
2
-
0
0
2
3

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-
9
-
3
1

2
E

【
実

習
巡

回
指

導
教

員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
3
8

同
善

病
院

1
1
0
-
0
0
1
1

東
京

都
台

東
区

三
ノ

輪
2
-

7
-
5

1
A

2
6
4

日
本

医
科

大
学

付
属

病
院

1
1
3
-
0
0
2
2

東
京

都
文

京
区

千
駄

木
1
-

1
-
5

1
A

3
1
9
2

順
天

堂
医

院
1
1
3
-
0
0
3
3

東
京

都
文

京
区

本
郷

3
-
1
-
3

1
A

4
5

J
C
H
O
東

京
高

輪
病

院
1
0
8
-
8
6
0
6

東
京

都
港

区
高

輪
3
-
1
0
-
1
1

1
B

5
2
9

蒲
田

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
4
3
-
0
0
1
5

東
京

都
大

田
区

大
森

西
4
-

1
4
-
5

1
B

6
1
0
6

牧
田

総
合

病
院

蒲
田

分
院

1
4
4
-
0
0
5
1

東
京

都
大

田
区

西
蒲

田
4
-

2
2
-
1

1
B

7
1
7
4

王
子

生
協

病
院

1
1
4
-
0
0
0
3

東
京

都
北

区
豊

島
3
-
4
-
1
5

1
C

8
1
3
9

大
橋

病
院

1
1
5
-
0
0
5
4

東
京

都
北

区
桐

ヶ
丘

1
-
2
2
-

1
1

C

9
9
4

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5

東
京

都
北

区
赤

羽
西

6
-
3
7
-

1
2

1
C

1
0

4
0

初
台

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
5
1
-
0
0
7
1

東
京

都
渋

谷
区

本
町

3
-
5
3
-

3
6

D

1
1

1
5
0

世
田

谷
記

念
病

院
1
5
8
-
0
0
9
2

東
京

都
世

田
谷

区
野

毛
2
-

3
0
-
1
0

1
D

1
2

1
0
0

東
京

医
科

大
学

病
院

1
6
0
-
0
0
2
3

東
京

都
新

宿
区

西
新

宿
6
-

7
-
1

1
D

1
3

2
8

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1

東
京

都
墨

田
区

墨
田

3
-
3
1
-

1
2

2
E

1
4

1
5
2

順
天

堂
東

京
江

東
高

齢
者

医
療

セ
ン

タ
ー

1
3
6
-
0
0
7
5

東
京

都
江

東
区

新
砂

3
-
3
-

2
0

1
E

1
5

5
9

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1

東
京

都
中

野
区

中
野

5
-
4
4
-

7
1

A

1
6

9
5

総
合

東
京

病
院

1
6
5
-
0
0
2
2

東
京

都
中

野
区

江
古

田
3
-

1
5
-
2

1
A

1
7

1
1
2

東
京

武
蔵

野
病

院
1
7
3
-
0
0
3
7

東
京

都
板

橋
区

小
茂

根
4
-

1
1
-
1
1

3
A

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

1
8

1
1
3

河
北

総
合

病
院

1
6
6
-
0
0
0
1

東
京

都
杉

並
区

阿
佐

谷
北

1
-
7
-
3

2
B

1
9

2
4

河
北

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
6
6
-
0
0
1
3

東
京

都
杉

並
区

堀
ノ

内
1
-

9
-
2
7

1
B

2
0

1
0
7

浴
風

会
病

院
1
6
8
-
8
5
3
5

東
京

都
杉

並
区

高
井

戸
西

1
-
1
2
-
1

1
B

2
1

1
1
6

小
豆

沢
病

院
1
7
4
-
0
0
5
1

東
京

都
板

橋
区

小
豆

沢
1
-

6
-
8

1
C

2
2

4
4

上
板

橋
病

院
1
7
4
-
0
0
7
1

東
京

都
板

橋
区

常
盤

台
4
-

3
6
-
9

1
C

2
3

1
1
0

慈
誠

会
徳

丸
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
7
5
-
0
0
8
3

東
京

都
板

橋
区

徳
丸

2
-
8
-

2
0

1
C

2
4

1
8
5

成
増

厚
生

病
院

1
7
5
-
0
0
9
1

東
京

都
板

橋
区

三
園

1
-
1
9
-

1
1

D

2
5

7
3

陽
和

病
院

1
7
8
-
0
0
6
2

東
京

都
練

馬
区

大
泉

町
2
-

1
7
-
1

2
D

2
6

3
0

錦
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
8
2

東
京

都
練

馬
区

錦
1
-
1
4
-
2
0

1
D

2
7

6
8

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2

東
京

都
武

蔵
野

市
緑

町
2
-

1
-
3
3

1
E

2
8

4
3

小
平

中
央

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
8
7
-
0
0
1
1

東
京

都
小

平
市

鈴
木

町
1
-

1
4
6

1
E

2
9

1
1
4

南
台

病
院

1
8
7
-
0
0
3
2

東
京

都
小

平
市

小
川

町
1
-

4
8
5

2
E

3
0

1
7
7

武
蔵

村
山

病
院

2
0
8
-
0
0
2
2

東
京

都
武

蔵
村

山
市

榎
1
-

1
-
5

4
A

3
1

1
8
7

緑
成

会
病

院
1
8
7
-
0
0
3
5

東
京

都
小

平
市

小
川

西
町

2
-
3
5
-
1

1
A

3
2

1
9

ふ
よ

う
病

院
1
9
4
-
0
0
0
5

東
京

都
町

田
市

南
町

田
3
-

4
3
-
1

1
B

3
3

3
4

江
田

記
念

病
院

2
2
5
-
0
0
1
1

神
奈

川
県

横
浜

市
青

葉
区

あ
ざ

み
野

南
1
-
1

1
B

3
4

9
7

町
田

慶
泉

病
院

1
9
4
-
0
0
0
5

東
京

都
町

田
市

南
町

田
2
-

1
-
4
7

1
B

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

3
5

6
あ

き
る

台
病

院
1
9
7
-
0
8
0
4

東
京

都
あ

き
る

野
市

秋
川

6
-
5
-
1

1
C

3
6

1
4

新
百

合
ヶ

丘
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
6

神
奈

川
県

川
崎

市
麻

生
区

古
沢

都
古

2
5
5

1
D

3
7

3
6

紫
雲

会
横

浜
病

院
2
2
1
-
0
8
0
1

神
奈

川
県

横
浜

市
神

奈
川

区
神

大
寺

3
-
1
-
1
2

1
D

3
8

8
8

関
東

病
院

2
3
5
-
0
0
2
3

神
奈

川
県

横
浜

市
磯

子
区

森
1
-
1
6
-
2
6

1
D

3
9

1
1
8

衣
笠

病
院

2
3
8
-
0
0
2
6

神
奈

川
県

横
須

賀
市

小
矢

部
2
-
2
3
-
1

1
E

4
0

8
0

千
葉

み
な

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
6
0
-
0
0
2
4

千
葉

県
千

葉
市

中
央

区
中

央
港

1
-
1
7
-
1
8

2
A

4
1

9
お

ゆ
み

の
中

央
病

院
2
6
6
-
0
0
3
3

千
葉

県
千

葉
市

緑
区

お
ゆ

み
野

南
6
-
4
9
-
9

2
A

4
2

1
8
6

東
京

湾
岸

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
5
-
0
0
2
6

千
葉

県
習

志
野

市
谷

津
4
-

1
-
1

1
A

4
3

5
1

船
橋

市
立

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
3
-
0
8
6
7

千
葉

県
船

橋
市

夏
見

台
4
-

2
6
-
1

6
B

4
4

7
9

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3

千
葉

県
船

橋
市

豊
富

町
6
9
6
-
1

1
B

4
5

8
2

東
船

橋
病

院
2
7
4
-
0
0
6
5

千
葉

県
船

橋
市

高
根

台
4
-

2
9
-
1

1
B

4
6

9
6

中
田

病
院

3
4
7
-
0
0
6
5

埼
玉

県
加

須
市

元
町

6
－

8
1

C

4
7

1
5
3

安
東

病
院

3
3
3
-
0
8
6
6

埼
玉

県
川

口
市

芝
3
-
7
-
1
2

1
C

4
8

3
2

戸
田

中
央

総
合

病
院

3
3
5
-
0
0
2
3

埼
玉

県
戸

田
市

本
町

1
-
1
9
-

3
2

D

4
9

1
新

座
志

木
中

央
総

合
病

院
3
5
2
-
0
0
0
1

埼
玉

県
新

座
市

東
北

1
-
7
-
2

1
D

5
0

7
2

堀
ノ

内
病

院
3
5
2
-
0
0
2
3

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-

9
-
3
1

2
D

5
1

4
1

所
沢

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
3
5
9
-
0
0
0
2

埼
玉

県
所

沢
市

中
富

1
0
1
6


1
E

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

3
1

1
2

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

6
月

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅰ

」

学
生

人
数

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

4
月

5
月

4
年

次
前

期
：

8
週

間

5
2

3
1

圏
央

所
沢

病
院

3
5
9
-
1
1
0
6

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
9
2
-
1

1
E

5
3

4
2

所
沢

ロ
イ

ヤ
ル

病
院

3
5
9
-
1
1
5
2

埼
玉

県
所

沢
市

北
野

3
-
1
-

1
1

5
E

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

1
1
9
2

順
天

堂
医

院
1
1
3
-
0
0
3
3
東

京
都

文
京

区
本

郷
3
-
1
-
3

1
A

2
1
7
4

王
子

生
協

病
院

1
1
4
-
0
0
0
3
東

京
都

北
区

豊
島

3
-
4
-
1
5

1
A

3
1
9
8

東
京

品
川

病
院

1
4
0
-
0
0
1
1
東

京
都

品
川

区
東

大
井

6
-

3
-
2
2

1
B

4
1
0
6

牧
田

総
合

病
院

蒲
田

分
院

1
4
4
-
0
0
5
1
東

京
都

大
田

区
西

蒲
田

4
-

2
2
-
1

1
B

5
1
3
9

大
橋

病
院

1
1
5
-
0
0
5
4
東

京
都

北
区

桐
ヶ

丘
1
-
2
2
-

1
1

C

6
9
4

赤
羽

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
1
5
-
0
0
5
5
東

京
都

北
区

赤
羽

西
6
-
3
7
-

1
2

1
C

7
7

あ
そ

か
病

院
1
3
5
-
0
0
0
2
東

京
都

江
東

区
住

吉
1
-
1
8
-

1
1

D

8
1
5
2

順
天

堂
東

京
江

東
高

齢
者

医
療

セ
ン

タ
ー

1
3
6
-
0
0
7
5
東

京
都

江
東

区
新

砂
3
-
3
-

2
0

1
D

9
4
0

初
台

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
1
5
1
-
0
0
7
1
東

京
都

渋
谷

区
本

町
3
-
5
3
-

3
1

D

1
0

4
イ

ム
ス

東
京

葛
飾

総
合

病
院

1
2
4
-
0
0
2
5
東

京
都

葛
飾

区
西

新
小

岩
4
-
1
8
-
1

1
E

1
1

2
8

梶
原

病
院

1
3
1
-
0
0
3
1
東

京
都

墨
田

区
墨

田
3
-
3
1
-

1
2

2
E

1
2

5
9

中
野

共
立

病
院

1
6
4
-
0
0
0
1
東

京
都

中
野

区
中

野
5
-
4
4
-

7
2

A

1
3

1
1
2

東
京

武
蔵

野
病

院
1
7
3
-
0
0
3
7
東

京
都

板
橋

区
小

茂
根

4
-

1
1
-
1
1

3
A

1
4

1
1
3

河
北

総
合

病
院

1
6
6
-
0
0
0
1
東

京
都

杉
並

区
阿

佐
谷

北
1
-
7
-
3

2
B

1
5

1
0
8

練
馬

光
が

丘
病

院
1
7
9
-
0
0
7
2
東

京
都

練
馬

区
光

が
丘

2
-

1
1
-
1

1
B

1
6

1
2
6

慈
雲

堂
病

院
1
7
7
-
0
0
5
3
東

京
都

練
馬

区
関

町
南

4
-

1
4
-
5
3

1
B

1
7

6
あ

き
る

台
病

院
1
9
7
-
0
8
0
4
東

京
都

あ
き

る
野

市
秋

川
6
-
5
-
1

1
C

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅱ

」

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

6
月

7
月

学
生

人
数

4
年

次
前

期
：

8
週

間

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅱ

」

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

6
月

7
月

学
生

人
数

4
年

次
前

期
：

8
週

間

1
8

1
8
5

成
増

厚
生

病
院

1
7
5
-
0
0
9
1
東

京
都

板
橋

区
三

園
1
-
1
9
-

1
1

D

1
9

7
3

陽
和

病
院

1
7
8
-
0
0
6
2
東

京
都

練
馬

区
大

泉
町

2
-

1
7
-
1

2
D

2
0

3
0

錦
ク

リ
ニ

ッ
ク

1
7
9
-
0
0
8
2
東

京
都

練
馬

区
錦

1
-
1
4
-
2
0

1
D

2
1

6
8

武
蔵

野
陽

和
会

病
院

1
8
0
-
0
0
1
2
東

京
都

武
蔵

野
市

緑
町

2
-

1
-
3
3

1
E

2
2

1
2
5

小
金

井
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

1
8
4
-
0
0
1
3
東

京
都

小
金

井
市

前
原

町
1
-
3
-
2

1
E

2
3

1
1
4

南
台

病
院

1
8
7
-
0
0
3
2
小

平
市

小
川

町
1
-
4
8
5

2
E

2
4

1
7
7

武
蔵

村
山

病
院

2
0
8
-
0
0
2
2
東

京
都

武
蔵

村
山

市
榎

1
-

1
-
5

4
A

2
5

1
8
7

緑
成

会
病

院
1
8
7
-
0
0
3
5
東

京
都

小
平

市
小

川
西

町
2
-
3
5
-
1

1
A

2
6

1
9

ふ
よ

う
病

院
1
9
4
-
0
0
0
5
東

京
都

町
田

市
南

町
田

3
-

4
3
-
1

1
B

2
7

9
9

天
本

病
院

2
0
6
-
0
0
3
6
東

京
都

多
摩

市
中

沢
2
-
5
-
1

2
B

2
8

4
7

青
梅

成
木

台
病

院
1
9
8
-
0
0
0
1
東

京
都

青
梅

市
成

木
1
-
4
4
7

1
C

2
9

1
4

新
百

合
ヶ

丘
総

合
病

院
2
1
5
-
0
0
2
6
神

奈
川

県
川

崎
市

麻
生

区
古

沢
都

古
2
5
5

1
D

3
0

3
6

紫
雲

会
横

浜
病

院
2
2
1
-
0
8
0
1
神

奈
川

県
横

浜
市

神
奈

川
区

神
大

寺
3
-
1
-
1
2

1
D

3
1

8
8

関
東

病
院

2
3
5
-
0
0
2
3
神

奈
川

県
横

浜
市

磯
子

区
森

1
-
1
6
-
2
6

2
D

3
2

1
9
6

永
生

ク
リ

ニ
ッ

ク
1
9
3
-
0
9
4
2
東

京
都

八
王

子
市

椚
田

町
5
8
8
-
1
7

3
E

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

2
9

3
0

1
2

3
4

5
6

7
8

9
1
0

1
1

1
2

1
3

1
4

1
5

1
6

1
7

1
8

1
9

2
0

2
1

2
2

2
3

2
4

2
5

2
6

2
7

2
8

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

巡
回

指
導

計
画

表
：

作
業

療
法

学
科

「
総

合
実

習
Ⅱ

」

N
o

施 設 №
実

習
施

設
名

郵
便

番
号

所
在

地

6
月

7
月

学
生

人
数

4
年

次
前

期
：

8
週

間

3
3

8
0

千
葉

み
な

と
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

病
院

2
6
0
-
0
0
2
4
千

葉
県

千
葉

市
中

央
区

中
央

港
1
-
1
7
-
1
8

2
A

3
4

5
8

中
村

古
峡

記
念

病
院

2
6
0
-
0
8
4
4
千

葉
県

千
葉

市
中

央
区

千
葉

寺
町

1
8
8

2
A

3
5

1
8
6

東
京

湾
岸

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
2
7
5
-
0
0
2
6
千

葉
県

習
志

野
市

谷
津

4
-

1
-
1

1
A

3
6

7
9

セ
コ

メ
デ

ィ
ッ

ク
病

院
2
7
4
-
0
0
5
3
千

葉
県

船
橋

市
豊

富
町

6
9
6
-
1

1
B

3
7

8
2

東
船

橋
病

院
2
7
4
-
0
0
6
5
千

葉
県

船
橋

市
高

根
台

4
-

2
9
-
1

1
B

3
8

8
生

田
病

院
2
4
1
-
0
0
3
7
神

奈
川

県
川

崎
市

多
摩

区
西

生
田

5
-
2
4
-
1

1
C

3
9

1
8
9

神
奈

川
病

院
2
4
1
-
0
8
0
3

横
浜

市
旭

区
川

井
本

町
1
2
2
-
1

1
C

4
0

4
1

所
沢

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
3
5
9
-
0
0
0
2
埼

玉
県

所
沢

市
中

富
1
0
1
6


1
D

4
1

4
2

所
沢

ロ
イ

ヤ
ル

病
院

3
5
9
-
1
1
5
2
埼

玉
県

所
沢

市
北

野
3
-
1
-

1
1

5
D

4
2

3
1

圏
央

所
沢

病
院

3
5
9
-
1
1
0
6
埼

玉
県

所
沢

市
東

狭
山

ヶ
丘

4
-
2
6
9
2
-
1

1
D

4
3

1
9
3

菅
野

病
院

3
5
1
-
0
1
1
4
埼

玉
県

和
光

市
本

町
2
8
-
1

2
E

4
4

1
新

座
志

木
中

央
総

合
病

院
3
5
2
-
0
0
0
1
埼

玉
県

新
座

市
東

北
1
-
7
-
2

1
E

4
5

7
2

堀
ノ

内
病

院
3
5
2
-
0
0
2
3

埼
玉

県
新

座
市

堀
ノ

内
2
-

9
-
3
1

2
E

4
6

1
4
1

埼
玉

セ
ン

ト
ラ

ル
病

院
3
5
4
-
0
0
4
5
埼

玉
県

入
間

郡
三

芳
町

上
富

2
1
7
7

5
A

4
7

1
8
8

明
生

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
病

院
3
5
9
-
1
1
0
6

埼
玉

県
所

沢
市

東
狭

山
ヶ

丘
4
-
2
6
8
1
-
2

1
A

4
8

9
2

埼
玉

医
科

大
学

総
合

医
療

セ
ン

タ
ー

3
5
0
-
0
8
4
4
埼

玉
県

川
越

市
鴨

田
1
9
8
1

5
B

4
9

9
6

中
田

病
院

3
4
7
-
0
0
6
5
埼

玉
県

加
須

市
元

町
6
－

8
2

C

【
実

習
巡

回
指
導

教
員
】

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

畠
山

　
久

司

井
川

　
大

樹

河
邊

　
宗

知

佐
藤

　
淳

矢

高
畑

　
幸

弘
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　教育課程

必修 選択

敬心における共生論 1前 1 15

実務英会話 1前 1 30

心理学Ⅰ 1前 2 15

心理学Ⅱ 1後 2 15 ○

法学 1前・後 2 15

経営学 1前 1 15

社会学 1前・後 2 15

国際関係論 1前・後 1 15

観光学 2前 2 15

社会人基礎力 1前・後 1 30

リーダーシップ論 1前 1 15

職業倫理 1前 1 15

チームワーク概論 1後 1 15

国際協力論 2前・後 2 15

地域ボランティア論 1前・後 2 15

地域防災 1前・後 2 15

スポーツボランティアⅠ 1前・後 2 15

スポーツボランティアⅡ 2前・後 1 30

統計学序論 1前 2 15

統計学 1後 2 15

情報リテラシー 1前・後 1 15

ICT概論 2前 1 15

栄養学 1後 2 15 ○

生物学 1前・後 2 15

物理学 1前・後 2 15

化学 1前・後 2 15

建築・まちづくり 1前・後 2 15

0 4 0 0 0 0 0 0 0

解剖学Ⅰ 1前 1 30 ○

解剖学Ⅱ 1後 1 30 ○

解剖学実習 1後 1 30 ○

生理学Ⅰ 1前 1 30 ○

生理学Ⅱ 1後 1 30 ○

生理学実習 1後 1 30 ○

運動学Ⅰ 1後 1 30 ○

運動学Ⅱ 2通 2 30 ○

運動学実習 2後 1 30 ○

運動生理学 2前 1 30 ○

人間発達学 1後 1 30 ○

病理学 3前 1 15 ○

精神医学 3前 2 15 ○

整形外科学 2前 2 15 ○

神経内科学 2前 2 15 ○

小児科学 3後 2 15 ○

内科学 2後 2 15 ○

老年医学 3後 2 15 ○

救急救命の基礎 2後 1 30 ○

薬理学 3前 1 15 ○

リハビリテーション医学 1前 2 15 ○

リハビリテーション概論 1前 1 15 ○

公衆衛生学 3前 1 15 ○

地域福祉論 1前 2 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅱ 4後 1 30 ○

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

　理学療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　理学療法学科

○

○

20

別表

　指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計
人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
礎

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

地
域
理
学
療
法
学

臨
床
実
習

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間
数

履修方法
及び

卒業要件

14 12

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ョ
ン
の
理

念

基
礎
理
学
療
法
学

理
学
療
法
管
理
学

理
学
療
法
評
価
学

理
学
療
法
治
療
学

3 20 101

○

○

○

14 4 6 2 6 20

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

小計 16

基
礎
科
目

必修13単位
選択7単位以上

を履修

保
健
医
療
福
祉

と
リ
ハ
ビ
リ

テ

シ

ー

ン
の

理
念

○

○

○

職
業
専
門
科
目

人
体
の
構
造
と

機
能
及
び

心
身
の
発
達

疾
病
と
障
害
の

成
り
立
ち
及
び

回
復
過
程
の

促
進

101

【資料３】
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　教育課程

必修 選択

別表

　指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計
人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基

礎

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

地
域
理
学
療
法
学

臨
床
実
習

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間
数

履修方法
及び

卒業要件

14 12

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ン
の
理

念

基
礎
理
学
療
法
学

理
学
療
法
管
理
学

理
学
療
法
評
価
学

理
学
療
法
治
療
学

3 20 10114 4 6 2 6 20

基礎理学療法概論 1前 1 30 ○

理学療法研究法 3前 1 30 ○

運動療法学総論 1後 1 30 ○

理学療法管理学Ⅰ 2前 1 15 ○

理学療法管理学Ⅱ 3後 1 15 ○

基礎理学療法評価学 1後 2 15 ○

基礎理学療法評価学実習 1後 1 30 ○

運動器理学療法評価学 2前 2 15 ○
運動器理学療法評価学実習 2前 1 30 ○

神経理学療法評価学 2前 2 15 ○

神経理学療法評価学実習 2前 1 30 ○

内部障害理学療法評価学 3前 2 15 ○
内部障害理学療法評価学実習 3前 1 30 ○

物理療法学 3後 2 15 ○

物理療法学実習 3後 1 30 ○

義肢装具学 3前 2 15 ○

義肢装具学実習 3前 1 30 ○

日常生活活動学 2後 2 15 ○

日常生活活動学実習 2後 1 30 ○

運動器理学療法学 2後 2 15 ○

運動器理学療法学実習 2後 1 30 ○

神経理学療法学 2後 2 15 ○

神経理学療法学実習 2後 1 30 ○

内部障害理学療法学 3後 2 15 ○

内部障害理学療法学実習 3後 1 30 ○

小児理学療法学 3後 2 15 ○

高齢者理学療法学 3前 2 15 ○

スポーツ理学療法学実習 3通 2 30 ○

生活環境学 3前 1 15 ○

地域連携学 3前 1 15 ○

地域理学療法学 3後 2 15 ○

見学実習 1後 1 45 ○

検査・測定実習 2後 2 45 ○

評価実習 4前 8 45 ○

総合実習 4前 8 45 ○

地域実習 4後 1 45 ○

小計 12 15 9 3 2 12 24 4 20

臨
床
実
習

0

職
業
専
門
科
目

基
礎
理
学

療
法
学

理
学

療
法

管
理

学

地
域
理
学

療
法
学

理
学
療
法

評
価
学

理
学
療
法

治
療
学

必修101単位を
履修

2

ー

ョ



　教育課程

必修 選択

別表

　指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計
人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
礎

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

地
域
理
学
療
法
学

臨
床
実
習

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間
数

履修方法
及び

卒業要件

14 12

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ン
の
理

念

基
礎
理
学
療
法
学

理
学
療
法
管
理
学

理
学
療
法
評
価
学

理
学
療
法
治
療
学

3 20 10114 4 6 2 6 20

共生福祉論Ⅰ 1後 2 15
共生福祉論Ⅱ 2前 1 30
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 15
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 30
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 15
ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 30
身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 15
身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 30
障害児教育における学校支援Ⅰ 2後 2 15
障害児教育における学校支援Ⅱ 3前 1 30

共生社会における災害行政Ⅰ 2後 2 15

共生社会における災害行政Ⅱ 3前 1 30
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 15
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 30
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ 2後 2 15
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ 3前 1 30
実務リーダーのための経営戦略論 1後 2 15
実務リーダーのための財務会計Ⅰ 1後 1 15
実務リーダーのための財務会計Ⅱ 2前 1 15
実践マーケティング戦略 2前 2 15
組織・人材マネジメントの理論と実践 1後 2 15
ビジネスのための法律 2前 1 15
ビジネスのためのIT 2前 1 15
保健医療経営Ⅰ 2後 2 15
保健医療経営Ⅱ 3前 1 15
在宅サービスの事業経営 2後 1 15
事業計画策定概論 3後 2 15
総合事業開発 4後 1 30

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
理学療法研究基礎ゼミナールⅠ 3前 1 30 ○
理学療法研究基礎ゼミナールⅡ 3後 1 30 ○
理学療法研究卒業セミナールⅠ 4前 1 30 ○
理学療法研究卒業ゼミナールⅡ 4後 1 30 ○

小計 0 0 0 4 0 0 0 0 0

44

○

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

災害行
政

展
開
科
目

20

○

○

必修14単位、
選択6単位以上

を履修

○

○

○

美容

○

○

ツーリ
ズム

○

○

福祉工
学

○

○

○

○

○

20

隣
接
他
分
野

音楽

学校支
援

○

○

145

22 10 12

0

卒業要件単位数 145 36 40 69

指定規則に対する増単位数

総
合
科
目

必修４単位を
履修

○

○

4

手話

○

○

○

○

○

○

○

○

○

3

ー

ョ



　教育課程

必修 選択

敬心における共生論 1前 1 15 ○

実務英会話 1後 1 30
心理学Ⅰ 1前 2 15

心理学Ⅱ 1後 2 15 ○

法学 1前・後 2 15

経営学 1前 1 15

社会学 1前・後 2 15

国際関係論 1前・後 1 15

観光学 2前 2 15

社会人基礎力 1前・後 1 30

リーダーシップ論 1前 1 15

職業倫理 1前 1 15

チームワーク概論 1後 1 15

国際協力論 2前・後 2 15

地域ボランティア論 1前・後 2 15

地域防災 1前・後 2 15

スポーツボランティアⅠ 1前・後 2 15

スポーツボランティアⅡ 2前・後 1 30

統計学序論 1前 2 15

統計学 1後 2 15

情報リテラシー 1前・後 1 15

ICT概論 2前 1 15

栄養学 1後 2 15 ○

生物学 1前・後 2 15

物理学 1前・後 2 15

化学 1前・後 2 15

建築・まちづくり 1前・後 2 15

0 4 0 0 0 0 0 0 0

解剖学Ⅰ 1前 1 30 ○

解剖学Ⅱ 1後 1 30 ○

解剖学実習 1後 1 30 ○

機能解剖学 2前 1 30 ○

生理学Ⅰ 1前 1 30 ○

生理学Ⅱ 1後 1 30 ○

生理学実習 2前 1 30 ○

運動学Ⅰ 1後 1 30 ○

運動学Ⅱ 2前 1 30 ○

運動学実習 2後 1 30 ○

運動生理学 2後 1 30 ○

人間発達学 1後 1 30 ○

病理学 2前 1 15 ○

精神医学 2後 2 15 ○

整形外科学 2前 2 15 ○

神経内科学 2後 2 15 ○

小児科学 3前 2 15 ○

内科学 2前 2 15 ○

老年医学 3前 2 15 ○

救急救命の基礎 2後 1 30 ○

薬理学 3前 1 15 ○

リハビリテーション医学 3前 2 15 ○

リハビリテーション概論 1後 1 15 ○

公衆衛生学 3後 1 15 ○

地域福祉論 1後 2 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅰ 3後 2 15 ○

地域共生のための連携活動Ⅱ 4後 1 30 ○

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

作業療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　作業療法学科
作業療法士課程

　指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計
人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
盤

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

地
域
作
業
療
法
学

臨
床
実
習

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間
数

履修方法
及び

卒業要件

14 12

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ー

ン
の
理

念

基
礎
作
業
療
法
学

作
業
療
法
管
理
学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

4 22 101

基
礎
科
目

必修13単
位
＋

選択7単位
以上

○

20

○

○

14 4 5 2 5 19

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

小計 16

○

○

○

○

○

職
業
専
門
科
目

人
体
の
構
造
と
機
能
及
び
心
身
の

発
達

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ー

ン
の
理

念

【資料４】
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　教育課程

必修 選択

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

作業療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　作業療法学科
作業療法士課程

　指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計
人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
盤

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

地
域
作
業
療
法
学

臨
床
実
習

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間
数

履修方法
及び

卒業要件

14 12

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ン
の
理

念

基
礎
作
業
療
法
学

作
業
療
法
管
理
学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

4 22 10114 4 5 2 5 19

作業療法学概論 1前 1 30 ○

作業療法学各論 2前 1 30 ○

基礎作業学演習Ⅰ 1前 1 30 ○

基礎作業学演習Ⅱ 1後 1 30 ○

作業療法管理学Ⅰ 1前 1 30 ○

作業療法管理学Ⅱ 4後 1 30 ○

作業療法評価学概論 1後 1 30 ○

身体機能作業療法評価学 2前 1 30 ○

精神機能作業療法評価学 2前 1 30 ○

発達障害作業療法評価学 2前 1 30 ○

高齢期作業療法評価学 2前 1 30 ○

高次脳機能作業療法評価学 2後 1 30 ○

日常生活活動作業療法評価学 2後 1 30 ○

日常生活活動支援評価学 2後 1 30 ○

身体機能作業療法治療学Ⅰ 3前 1 30 ○

身体機能作業療法治療学実習Ⅰ 3後 1 30 ○

身体機能作業療法治療学Ⅱ 3前 1 30 ○

身体機能作業療法治療学実習Ⅱ 3後 1 30 ○

身体機能作業療法治療学Ⅲ 3前 1 30 ○

身体機能作業療法治療学実習Ⅲ 3後 1 30 ○

精神機能作業療法治療学 3前 1 30 ○

精神機能作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

発達障害作業療法治療学 3前 1 30 ○

発達障害作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

高齢期作業療法治療学 3前 1 30 ○

高齢期作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

高次脳機能作業療法治療学 3前 1 30 ○

高次脳機能作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

日常生活活動作業療法治療学 3前 1 30 ○
日常生活活動作業療法治療学実習 3後 1 30 ○

日常生活活動支援治療学 3前 1 30 ○

日常生活活動支援治療学実習 3後 1 30 ○

地域作業療法学 3前 1 30 ○

就労支援論 3後 1 30 ○

生活環境学 3後 1 30 ○

地域作業療法学実習 4後 2 45 ○

体験実習Ⅰ 1前 1 45 ○

体験実習Ⅱ 1前 1 45 ○

評価実習Ⅰ 2後 2 45 ○

評価実習Ⅱ 2後 2 45 ○

総合実習Ⅰ 4前 8 45 ○

総合実習Ⅱ 4前 8 45 ○

地域実習 4後 2 45 ○

12 15 9 4 2 8 18 5 24

97

作
業

療
法

管
理

学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

地
域
作
業

療
法
学

臨
床
実
習

小計 0

職
業
専
門
科
目

基
礎
作
業

療
法
学

必修97単
位

2

ー

ョ



　教育課程

必修 選択

教　育　課　程　と　指　定　規　則　と　の　対　比　表

作業療法士学校　東京保健医療専門職大学　リハビリテーション学部　作業療法学科
作業療法士課程

　指定規則の教育内容 基礎分野 専門基礎分野 専門分野

計
人
間
と
生
活

科
学
的
思
考
の
基
盤

社
会
の
理
解

人
体
の
構
造
と
機
能
及

び
心
身
の
発
達

地
域
作
業
療
法
学

臨
床
実
習

区　分 授業科目
配当
年次

単位数
1単位
当たり
の時間
数

履修方法
及び

卒業要件

14 12

疾
病
と
障
害
の
成
り
立

ち
及
び
回
復
過
程
の
促

進

保
健
医
療
福
祉
と
リ
ハ

ビ
リ
テ

シ

ン
の
理

念

基
礎
作
業
療
法
学

作
業
療
法
管
理
学

作
業
療
法
評
価
学

作
業
療
法
治
療
学

4 22 10114 4 5 2 5 19

共生福祉論Ⅰ 1後 2 ○

共生福祉論Ⅱ 2前 1 ○

美容ケアによるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 15
美容ケアによるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 30

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅰ 2後 2 15

ユニバーサルツーリズムと外出支援Ⅱ 3前 1 30

身体障害への支援システム工学Ⅰ 2後 2 15
身体障害への支援システム工学Ⅱ 3前 1 30

障害児教育における学校支援Ⅰ 2後 2 15

障害児教育における学校支援Ⅱ 3前 1 30

共生社会における災害行政Ⅰ 2後 2 15

共生社会における災害行政Ⅱ 3前 1 30
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅰ 2後 2 15
音楽療法によるQOLの維持向上Ⅱ 3前 1 30

2後 2 15

3前 1 30

実務リーダーのための経営戦略論 1後 2 15

実務リーダーのための財務会計Ⅰ 1後 1 15

実務リーダーのための財務会計Ⅱ 2前 1 15

実践マーケティング戦略 2前 2 15
組織・人材マネジメントの理論と実践 1後 2 15

ビジネスのための法律 2前 1 15

ビジネスのためのIT 2前 1 15

保健医療経営Ⅰ 2後 2 15

保健医療経営Ⅱ 3前 1 15

在宅サービスの事業経営 2後 1 15

事業計画策定概論 3後 2 15

総合事業開発 4後 1 30

小計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

作業療法研究Ⅰ 3前 1 30 ○

作業療法研究Ⅱ 4後 1 30 ○

作業療法学セミナーⅠ 2後 1 30 ○

作業療法学セミナーⅡ 4前 1 30 ○

作業療法学セミナーⅢ 4前 1 30 ○

小計 0 0 0 3 0 1 1 0 0

142 142

41

展
開
科
目

隣
接
他
分
野

必修14単
位
＋

選択6単位
以上

学校支
援

○

○

災害行
政

20

美容
○

○

ツーリ
ズム

○

○

福祉工
学

○

○

○

○

音楽
○

○

手話
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅠ ○
手話による聴覚障害者とのコミュニケーションⅡ ○

○

○

○

20

組
織
の
経
営
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

○

○

○

○

○

○

○

○

○

卒業要件単位数 36 40 66

指定規則に対する増単位数 22 10 9

5

0

総
合
科
目

必修5単位

3

ー

ョ



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

審査意見への対応を記載した書類（３月） 

福祉介護イノベーション学科  

  



 
 

審査意見への対応を記載した書類（３月） 
（目次） 

 福祉介護イノベーション学科 

 
1．【全体計画審査意見 1の回答について】 ........................................................................... 1 
＜３つのポリシーが不明確＞ 
審査意見への対応を記載した書類では、修正された３つのポリシーについて、新たに学科別

に記載されているが、設置の趣旨を記載した書類に反映されていないので、適切に改め

ること。また、修正された３つのポリシーと教育課程との対応について説明がないため

追記すること。さらに、専門学校との違いについて、「理論に裏打ちされた専門的技能」

を備えた人材を養成する旨の説明があるが、専門学校での学修以上に、大学教育として

理論の学修を十分に行えるのか不明確であるため、改めて説明すること。また、養成す

る人材像において、医療系以外にも多くの職種を挙げているが、設置の趣旨や授業科目

からは医療系の人材の養成を主としており、説明が整合していない。これら医療系以外

の職種を学生の進路先とすることについて、考え方を改めて説明すること。さらに、専

門学校や既存の大学ではなく専門職大学としてどのような教育を目指し、そのためにど

のような教育課程としているのか、依然として不明確なので改めて説明すること。 
2．【全体計画審査意見 2の回答について】 ........................................................................... 2 
＜職業専門科目の内容が不十分＞ 
職業専門科目の以下の点を是正すること。 
（１）養成する人材像を踏まえると、社会保障の各種制度等を中心に学修する「社会保障論

Ⅰ・Ⅱ」の学修の前に社会福祉全般を学修する社会福祉概論等を配置することが必要と

考えられるため修正すること。別途指摘している社会保障論Ⅰ・Ⅱの科目区分を見直し

つつ、教育課程の体系性を踏まえて各授業科目の配当年次を適切に設定すること。 
（２）設置の趣旨等を記載した書類において、「地域包括支援センター」と表記すべき箇所

に誤りがあるため修正すること。関連する授業科目名が「地域包括実習」となっている

が「地域包括支援センター実習」等と記載することが適切と考えられるため修正するこ

と。 
3．【全体計画審査意見 3の回答について】 ........................................................................... 3 
＜臨地実務実習の内容が不明確＞ 
臨地実務実習の「インターンシップ」の以下の点を是正すること。 
（１）「介護実習Ⅰ～Ⅳ」に加え、「インターンシップ」が健康寿命、生活援助、自立支援介

護の３分野で 10 単位設定されているが、学生は多様な分野の施設等の中から選択して就

職していくことが想定される。３分野からいずれかの臨地実務実習を選択し１つの授業

科目で 10単位分をまとめて学修することとなっており、学生の多様なニーズへの対応や

教育の体系性及び効果が懸念される。また、「インターンシップ」の各分野について、養



 
 

成する人材に係る業界等の社会的ニーズを踏まえて設定されているのか不明確であるた

め、当該ニーズに係る客観的根拠を示すこと。さらに、ディプロマ・ポリシー及びカリ

キュラム・ポリシーとの整合性を踏まえ、当該科目配置の考え方・必要性、単位設定、

配当年次の妥当性及び教育効果を明確にするか修正すること。 
（２）福祉介護イノベーション学科において、レクリエーションアクティビティの実際的な

知識・技術を学ぶ「インターンシップ」の健康寿命分野を設定する意義や実習先として

スポーツセンターや高齢者施設を設定する必要性が不明確であるため、明確にするか修

正すること。 
（３）「インターンシップ」の生活援助分野において、「障害者、難病者を中心」として取り

扱うこととしていることの必要性が不明確であるため、必要性を明確にするか修正する

こと。 
（４）養成する人材像を踏まえると、インターンシップの内容には、当該職業分野に係る経

営を学ぶ内容が含まれることが適切と考えられるため、修正すること。 
（５）「インターンシップ」の健康寿命分野は、実習内容が不明確であるため、具体的に実

習施設で行う内容を明確にすること。また、他のインターンシップ科目に比べ、「実習を

通じて習得しようとする具体的な知識・技能」の説明に具体性がないため修正すること。

また、各臨地実務実習科目に係る実習評価表を示し、適切な評価が行われることを明確

にすること。 
4．【全体計画審査意見 4の回答について】 ........................................................................... 5 
＜臨地実務実習の内容の不整合＞ 
臨地実務実習の以下の点を是正すること。 
（１）実習指導者の要件を実務経験 3年以上としているが、要件を満たさない者が記載され

ている実習施設があるため修正すること。 
（２）臨地実務実習の「介護実習Ⅳ」と「インターンシップ」は、授業時間数が共に 320時

間であるが、単位数設定は７単位と 10単位となっているため、単位数設定の考え方を明

確にするか修正すること。 
5．【全体計画審査意見 5の回答について】 ........................................................................... 6 
＜授業科目の内容と名称が不整合＞ 
「身体セルフマネジメント学」の授業科目の名称は、シラバスの内容を踏まえると「身体セ

ルフマネジメント」とするのが適切と考えられるため、適切な名称であることを明確に

するか修正すること。 
6．【全体計画審査意見 6の回答について】 ........................................................................... 7 
＜専攻分野に係る理論系の専任教員が不十分＞ 
「福祉介護イノベーション学科」及び「介護福祉学士（専門職）」の学科名、学位名となっ

ているが、専攻分野である福祉・介護を専門とする理論系の専任教員が少なく、専門職

大学設置基準第 31 条第１項が規定する当該専攻分野に係る教員組織体制として不十分



 
 

であるため、適切な教員組織体制に修正すること。 
7．【全体計画審査意見 7の回答について】 ........................................................................... 8 
＜学科名称と教育課程の整合性が不明確＞ 
学科名称に「イノベーション」が付されているが、教育課程を確認しても、その名称にふさ

わしい授業科目が十分に配置されているとは認められない。また、専攻分野における業

界等において求められている資質・能力を備えた人材像に対応している名称となってい

るのか不明確である。このため、学科名称を修正するか、当該学科名にふさわしい教育

課程に修正すること。 
8．【全体計画審査意見 8の回答について】 ........................................................................... 9 
＜学位名称の国際的通用性が不明確＞ 
学位の英語名称を Bachelor of Human Careとしているが、「介護福祉学士（専門職）」の英

語名称の国際的通用性が懸念されるため、海外での事例などを示して通用性を明確にす

るか修正すること。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【教育課程等】 

 

1．【全体計画審査意見 1の回答について】 

＜３つのポリシーが不明確＞ 

審査意見への対応を記載した書類では、修正された３つのポリシーについて、新たに学科別に記

載されているが、設置の趣旨を記載した書類に反映されていないので、適切に改めること。また、

修正された３つのポリシーと教育課程との対応について説明がないため追記すること。さらに、

専門学校との違いについて、「理論に裏打ちされた専門的技能」を備えた人材を養成する旨の説

明があるが、専門学校での学修以上に、大学教育として理論の学修を十分に行えるのか不明確で

あるため、改めて説明すること。また、養成する人材像において、医療系以外にも多くの職種を

挙げているが、設置の趣旨や授業科目からは医療系の人材の養成を主としており、説明が整合し

ていない。これら医療系以外の職種を学生の進路先とすることについて、考え方を改めて説明す

ること。さらに、専門学校や既存の大学ではなく専門職大学としてどのような教育を目指し、そ

のためにどのような教育課程としているのか、依然として不明確なので改めて説明すること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【教育課程等】 

 

2．【全体計画審査意見 2の回答について】 

＜職業専門科目の内容が不十分＞ 

職業専門科目の以下の点を是正すること。 

（１）養成する人材像を踏まえると、社会保障の各種制度等を中心に学修する「社会保障論Ⅰ・

Ⅱ」の学修の前に社会福祉全般を学修する社会福祉概論等を配置することが必要と考えられる

ため修正すること。別途指摘している社会保障論Ⅰ・Ⅱの科目区分を見直しつつ、教育課程の体

系性を踏まえて各授業科目の配当年次を適切に設定すること。 

（２）設置の趣旨等を記載した書類において、「地域包括支援センター」と表記すべき箇所に誤

りがあるため修正すること。関連する授業科目名が「地域包括実習」となっているが「地域包括

支援センター実習」等と記載することが適切と考えられるため修正すること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【教育課程等】 

 

3．【全体計画審査意見 3の回答について】 

＜臨地実務実習の内容が不明確＞ 

臨地実務実習の「インターンシップ」の以下の点を是正すること。 

 

（１）「介護実習Ⅰ～Ⅳ」に加え、「インターンシップ」が健康寿命、生活援助、自立支援介護の

３分野で 10 単位設定されているが、学生は多様な分野の施設等の中から選択して就職していく

ことが想定される。３分野からいずれかの臨地実務実習を選択し１つの授業科目で 10 単位分を

まとめて学修することとなっており、学生の多様なニーズへの対応や教育の体系性及び効果が

懸念される。また、「インターンシップ」の各分野について、養成する人材に係る業界等の社会

的ニーズを踏まえて設定されているのか不明確であるため、当該ニーズに係る客観的根拠を示

すこと。さらに、ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーとの整合性を踏まえ、当該

科目配置の考え方・必要性、単位設定、配当年次の妥当性及び教育効果を明確にするか修正する

こと。 

（２）福祉介護イノベーション学科において、レクリエーションアクティビティの実際的な知

識・技術を学ぶ「インターンシップ」の健康寿命分野を設定する意義や実習先としてスポーツセ

ンターや高齢者施設を設定する必要性が不明確であるため、明確にするか修正すること。 

（３）「インターンシップ」の生活援助分野において、「障害者、難病者を中心」として取り扱う

こととしていることの必要性が不明確であるため、必要性を明確にするか修正すること。 

（４）養成する人材像を踏まえると、インターンシップの内容には、当該職業分野に係る経営を

学ぶ内容が含まれることが適切と考えられるため、修正すること。 

（５）「インターンシップ」の健康寿命分野は、実習内容が不明確であるため、具体的に実習施

設で行う内容を明確にすること。また、他のインターンシップ科目に比べ、「実習を通じて習得

しようとする具体的な知識・技能」の説明に具体性がないため修正すること。また、各臨地実務

実習科目に係る実習評価表を示し、適切な評価が行われることを明確にすること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生
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自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【教育課程等】 

 

4．【全体計画審査意見 4の回答について】 

＜臨地実務実習の内容の不整合＞ 

臨地実務実習の以下の点を是正すること。 

 

（１）実習指導者の要件を実務経験 3年以上としているが、要件を満たさない者が記載されてい

る実習施設があるため修正すること。 

 

（２）臨地実務実習の「介護実習Ⅳ」と「インターンシップ」は、授業時間数が共に 320 時間で

あるが、単位数設定は７単位と 10 単位となっているため、単位数設定の考え方を明確にするか

修正すること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



6 

（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【教育課程等】 

 

5．【全体計画審査意見 5の回答について】 

＜授業科目の内容と名称が不整合＞ 

「身体セルフマネジメント学」の授業科目の名称は、シラバスの内容を踏まえると「身体セルフ

マネジメント」とするのが適切と考えられるため、適切な名称であることを明確にするか修正す

ること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

【教員組織等】 

 

6．【全体計画審査意見 6の回答について】 

＜専攻分野に係る理論系の専任教員が不十分＞ 

「福祉介護イノベーション学科」及び「介護福祉学士（専門職）」の学科名、学位名となってい

るが、専攻分野である福祉・介護を専門とする理論系の専任教員が少なく、専門職大学設置基準

第 31 条第１項が規定する当該専攻分野に係る教員組織体制として不十分であるため、適切な教

員組織体制に修正すること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【名称、その他】 

 

7．【全体計画審査意見 7の回答について】 

＜学科名称と教育課程の整合性が不明確＞ 

学科名称に「イノベーション」が付されているが、教育課程を確認しても、その名称にふさわし

い授業科目が十分に配置されているとは認められない。また、専攻分野における業界等において

求められている資質・能力を備えた人材像に対応している名称となっているのか不明確である。

このため、学科名称を修正するか、当該学科名にふさわしい教育課程に修正すること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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（是正事項） 福祉介護イノベーション学科 

 【名称、その他】 

 

8．【全体計画審査意見 8の回答について】 

＜学位名称の国際的通用性が不明確＞ 

学位の英語名称を Bachelor of Human Careとしているが、「介護福祉学士（専門職）」の英語名

称の国際的通用性が懸念されるため、海外での事例などを示して通用性を明確にするか修正す

ること。 

（対応） 

昨年の申請時点では、専門職大学の制度を活かし、産業界等との連携を図りながら、リハ

ビリテーション学科においては夜間コースを設置し、学び直しや他の職業分野で活躍しな

がら、更に付加価値を求める社会人等の幅広い志望者を受け入れる計画とした。また、リハ

ビリテーション専門職と介護福祉専門職との多職種が連携する教育を行うことで、両者の

専門性がさらに高まるという考え方を持っており、リハビリテーション学科と福祉介護イ

ノベーション学科との２学科体制として計画した。 
しかし、今回出された審査意見の様々な指摘を受け、教員確保、研究室等研究環境、学生

自習室等の環境、等の内容を見直し、より良い教育研究環境を確保するため、総合的に判断

し、学部・学科構成の見直しと、福祉介護イノベーション学科の取り下げを行うこととした。

この変更により、審査意見への対応は行わない。 
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